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Ⅰ．総   説 



 

 

 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(1) 

Ⅰ．総   説 
 

１．概  要 
 任 務：  

 国立研究開発法人産業技術総合研究所（以下、「産総研」という。）は、平成13年4月の発足以来、基礎的研究の成

果を「製品化」に繋ぐ役割を担い、基礎的研究から実用化研究まで一体的かつ連続的に取り組んできた。同時に、研

究分野や研究拠点の枠にとらわれることなく全産総研の視点から人材、施設・設備、予算等の研究資源を最適化し、

社会的・政策的課題に応じて研究実施体制を見直すなど、イノベーション創出と業務の効率化を進めてきた。結果と

して、産総研の技術シーズに基づいた社会インパクトのあるいくつかの実用化事例も創出してきているが、数多くの

革新的技術シーズを事業化にまでつなげるため、更なる強化を図る必要がある。 

 現下の産業技術・イノベーションを巡る状況を見ると、これまで我が国企業は世界最高水準の品質の製品を製造・

販売することで世界をリードしてきたが、近年、大企業においても基礎研究から応用研究・開発、事業化の全てを自

前で対応することは一層難しくなってきている。さらに、技術の複雑化、高度化、短サイクル化が加わるなど、産業

技術・イノベーションを取り巻く世界的潮流は大きく変化している。他方で、我が国にはまだ事業化に至っていない

優れた技術シーズが数多くある。イノベーションは、技術シーズが企業や研究機関など様々な主体の取り組みにより、

事業化に「橋渡し」されることで、初めて生み出されるものである。その意味で、革新的な技術シーズを迅速に事業

化につなげていくための「橋渡し」機能の強化によるイノベーション・ナショナルシステムの構築が、我が国の産業

競争力を決定づける非常に重要な要素となっている。 

 こうした中、我が国としても「橋渡し」機能の抜本的強化が必要との認識の下、経済産業省の産業構造審議会 産

業技術環境分科会 研究開発・評価小委員会の「中間とりまとめ」（平成26年6月）において我が国のイノベーション

システム構築に向けての提言がなされ、「日本再興戦略」改訂2014（平成26年6月24日）、「科学技術イノベーション

総合戦略2014」（平成26年6月24日）、及び「科学技術イノベーション総合戦略2015」（平成27年6月19日）において

は、産総研及び新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）において「橋渡し」機能強化に先行的に取り組み、

これらの先行的な取り組みについて、適切に進捗状況の把握・評価を行い、その結果を受け、「橋渡し」機能を担う

べき他の研究開発法人に対し、対象分野や各機関等の業務の特性等を踏まえ展開することとされている。 

加えて、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（平成26年12月27日閣議決定）においては、地域イノベーションの

推進に向けて、公設試験研究機関（公設試）と産総研の連携による全国レベルでの「橋渡し」機能の強化を行うこと

等を通じて中堅・中小企業が先端技術活用による製品や生産方法の革新等を実現する仕組みを構築することとされて

いる。 

 さらに、平成28年10月に産総研が特定国立研究開発法人に指定されたことにより、厳しい国際競争の中で科学技

術イノベーションの基盤となる世界最高水準の研究開発成果を生み出し、我が国のイノベーションシステムを強力に

牽引する中核機関となることが期待されている。 

また、地質情報や計量標準等の知的基盤は、国民生活・社会経済活動を支える重要かつ不可欠な基盤であり、国の

公共財として国民生活の安全・安心の確保やイノベーション促進、中堅・中小企業のものづくり基盤等、国民生活や

社会経済活動を幅広く支えており、社会資本と同様に国の責務として整備すべきソフトインフラである。 

中でも地質情報については、東日本大震災以降レジリエントな防災・減災機能の強化の必要性が高まる中、その重

要性が再認識されているところである。また、計量標準については、イノベーション創出の基盤であり、昨今の高度

化する利用者ニーズへの対応を図ることが求められている。 

 こうしたイノベーションを巡る世界的潮流や国家戦略等を踏まえ、産総研の平成27年度から平成31年度までの新

たな中長期目標期間においては、以下の通り取り組む。 

 

第一に、産業技術政策の中核的実施機関として、革新的な技術シーズを事業化に繋ぐ「橋渡し」の役割を果たすこ

とを目指す。このため、技術シーズを目的に応じて骨太にする「橋渡し」研究前期及び実用化や社会での活用のため

の「橋渡し」研究後期に取り組むとともに、「橋渡し」研究の中で必要となった基礎研究及び将来の「橋渡し」の芽

を産み出す基礎研究を目的基礎研究として推進する。この「橋渡し」については、これまでの産総研における取り組

み方法の変革が求められること、我が国のイノベーションシステムの帰趨にも影響を与えうること、所内でも多くの

リソースを投入し取り組むことが不可欠であることから、最重要の経営課題と位置づけて取り組む。また、地域イノ

ベーションの推進に向けて、公設試等とも連携し、全国レベルでの「橋渡し」を行うものとする。さらに、産総研が

長期的に「橋渡し」の役割を果たしていくため、将来の橋渡しの基となる革新的な技術シーズを生み出す目的基礎研
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究にも取り組む。 

第二に、地質調査及び計量標準に関する我が国における責任機関として、今時の多様な利用者ニーズに応えるべく、

当該分野における知的基盤の整備と高度化を国の知的基盤整備計画に沿って実施する。また、新規技術の性能・安全

性の評価技術や標準化等、民間の技術開発を補完する基盤的な研究開発等を実施する。 

 第三に、これらのミッションの達成に当たって、新たな人事制度の導入と積極的な活用等を通じて研究人材の拡充

と流動化、育成に努めるとともに、技術経営力の強化に資する人材の養成を図る。 

 

組 織：  

 産業技術総合研究所は、平成17年度に非公務員型の独立行政法人へ移行したことに伴い、柔軟な人材交流制度を

構築するなど、そのメリットを最大限活用することにより組織のパフォーマンス向上を図っているところである。平

成27年からの産総研第4期中長期計画の開始に伴い、研究推進組織・事業組織・本部組織の再編を行った。 

 現在、研究推進組織としては、平成27年度から新たに組織を再編し、「領域」、「地質調査基盤センター」、「計量標

準普及センター」を設置している。このうち、「領域」の下に領域の研究開発に関する総合調整を行う「研究戦略部」、

企業への「橋渡し」に繋がる目的基礎研究から「橋渡し」研究（技術シーズを目的に応じて骨太にする研究（「橋渡

し」前期研究）及び実用化や社会での活用のための研究（「橋渡し」後期研究））まで一体的に取り組むとともに、中

長期的キャリアパスを踏まえて研究人材を育成する「研究部門」、領域や研究部門を超えて必要な人材を結集し企業

との連携研究を中心に推進する時限組織の「研究センター」の3つを設置している。 

事業組織としては、再編・統合を経て現在では「東京本部」、「北海道センター」、「東北センター」、「つくば中央第

一事業所」、「つくば中央第二事業所」、「つくば中央第三事業所」、「つくば中央第五事業所」（平成27年10月に統合し

た旧「つくば中央第四事業所」を含む）、「つくば中央第六事業所」、「つくば中央第七事業所」、「つくば西事業所」、

「つくば東事業所」、「臨海副都心センター」、「中部センター」、「関西センター」、「中国センター」、「四国センター」、

「九州センター」、「福島再生可能エネルギー研究所」を設置している。 

本部組織としては、第4期中長期計画においては「企画本部」、「コンプライアンス推進本部」、「イノベーション推

進本部」、「環境安全本部」、「総務本部」、「評価部」、「監査室」を設置している。 

また、特別の組織として「TIA 推進センター」を設置している。（いずれも平成29年3月31日現在の情報） 

さらに、平成28年度から新たな組織として「オープンイノベーションラボラトリ（OIL）」及び「連携研究室・連

携研究ラボ（冠ラボ）」の設置を行った。 

大学等内に産総研の研究拠点を設置する OIL 事業を推進することで、これまで以上にきめ細かな連携と協力関係

の構築を目指し、基礎研究、応用研究、開発・実証研究をシームレスに実施し、クロスアポイントメント制度の活用

による研究の加速化、リサーチアシスタント制度の活用による若手研究者の育成を行った。OIL は、名古屋大学、

東京大学、東北大学、早稲田大学、大阪大学、東京工業大学、京都大学の７大学に設置した。 

なお、大学連携の取り組みとして平成27年12月24日閣議決定の「まち・ひと・しごと創生総合戦略（2015改訂

版）」に基づく、平成28年3月22日「まち・ひと・しごと創生本部」決定の「政府関係機関移転基本方針」を踏まえ、

平成29年１月11日に九州大学にラボラトリの設置を行った。 

「連携研究室・連携研究ラボ（冠ラボ）」は企業の戦略に、より密着した研究開発の実施を目指し設置するもので、

4件の連携研究室及び4件の連携研究ラボを設置し、「橋渡し」研究を加速した。 

 

平成30年3月31日現在、常勤役員13名、研究職員2,318名、事務職員693名の合計3,024名である。 

 

沿 革： 

① 平成13年1月 

 中央省庁等改革に伴い、「通商産業省」が「経済産業省」に改組。これにより工業技術院の本院各課は産業技術

環境局の一部として、また工業技術院の各研究所は産業技術総合研究所内の各研究所として再編された。 

② 平成13年4月 

 一部の政府組織の独立行政法人化に伴い、旧工業技術院15研究所と計量教習所が統合され、独立行政法人産業

技術総合研究所となった。 

③ 平成17年4月 

 効率的・効果的な業務運営を目的とし、特定独立行政法人から非公務員型の非特定独立行政法人へと移行した。 

④ 平成27年4月 

  独立行政法人通則法の改正に伴い、独立行政法人産業技術総合研究所から国立研究開発法人産業技術総合研究所
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へ名称を変更した。 

⑤ 平成28年10月 

  特定国立研究開発法人による研究開発等の促進に関する特別措置法の制定に伴い、特定国立研究開発法人に指定

された。 

 

産業技術総合研究所の業務の根拠法： 

① 独立行政法人通則法 （平成11年7月16日法律第103号） 

 （最終改正：平成26年6月13日（平成26年法律第66号）） 

② 国立研究開発法人産業技術総合研究所法 （平成11年12月22日法律第203号） 

 （最終改正：平成26年6月13日（平成26年法律第67号）） 

③ 特定国立研究開発法人による研究開発等の促進に関する特別措置法（平成28年5月18日法律第43号） 

④ 独立行政法人通則法等の施行に伴う関係政令の整備及び経過措置に関する政令 

 （平成12年6月7日政令第326号） 

⑤ 国立研究開発法人産業技術総合研究所の業務運営並びに財務及び会計に関する省令 

 （平成13年3月29日経済産業省令第108号） 

（最終改正：平成27年3月31日経済産業省令第25号） 

 

 主務大臣： 

  経済産業大臣 

 

 主管課： 

  経済産業省産業技術環境局研究開発課 

 

  産業技術総合研究所の事業所の所在地（平成30年3月31日現在）： 

① 東京本部                      〒100-8921 東京都千代田区霞が関1-3-1 

② 北海道センター                〒062-8517 北海道札幌市豊平区月寒東2条17-2-1 

③ 東北センター                  〒983-8551 宮城県仙台市宮城野区苦竹4-2-1 

④ つくばセンター                〒305-8561 茨城県つくば市東1-1-1（代表） 

⑤ 臨海副都心センター            〒135-0064 東京都江東区青海2-3-26 

⑥ 中部センター                  〒463-8560 愛知県名古屋市守山区下志段味穴ケ洞2266-98 

⑦ 関西センター                  〒563-8577 大阪府池田市緑丘1-8-31 

⑧ 中国センター                  〒739-0046 広島県東広島市鏡山3-11-32 

⑨ 四国センター                  〒761-0395 香川県高松市林町2217-14 

⑩ 九州センター                  〒841-0052 佐賀県鳥栖市宿町807-1 

⑪ 福島再生可能エネルギー研究所  〒963-0298 福島県郡山市待池台2-2-9 
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２．動  向 
産総研の領域別年間研究動向の要約 

 

Ⅰ．エネルギー・環境領域 

１．領域の目標 

 世界的規模で拡大しているエネルギー・環境問題の解決に向けたグリーン・イノベーション推進のため、再生可

能エネルギーなどの新エネルギー導入促進や省エネルギー、高効率なエネルギー貯蔵、資源の有効利用、環境リス

クの評価・低減などを目指した技術の開発を進めている。エネルギー・環境領域（以下、「エネ環領域」）ではエネ

ルギー・環境問題の解決に取り組み、持続可能な社会の構築に向けて、以下の5項目の重点戦略を策定し、これに

沿った研究開発を実施している。 

(1) 新エネルギーの導入を促進する技術の開発 

 太陽光発電についてはコスト低減と信頼性向上を実現するとともに、多接合化や新概念に基づく革新的な太陽

電池の創出を図る。また、再生可能エネルギー大量導入のためのエネルギーネットワーク技術、さらには大規模

地熱利用技術等の開発にも取り組む。 

(2) エネルギーを高密度で蓄蔵する技術の開発 

 再生可能エネルギー等を効率良く水素等の化学エネルギー源に変換し、貯蔵・利用する技術を開発するととも

に、電源の多様化にむけた車載用、住宅用、産業用の蓄電技術を開発する。 

(3) エネルギーを効率的に変換・利用する技術の開発 

 省エネルギー社会を実現するために、ワイドギャップ半導体パワーエレクトロニクス技術、熱エネルギーの有

効利用技術、自動車用エンジンの高効率燃焼技術、高温超電導技術等を開発する。 

(4) エネルギー資源を有効利用する技術の開発 

 メタンハイドレート等のエネルギー資源の有効利用にかかわる技術を開発する。 

(5) 環境リスクを評価・低減する技術の開発 

 産業と環境が共生する社会の実現に向けて、ナノ材料等の環境リスクを分析、評価する技術、レアメタル等の

資源循環を進める技術並びに、産業保安を確保するための技術を開発する。 

 
２．領域の組織構成 

 エネ環領域では、3つの研究センター（太陽光発電研究センター、再生可能エネルギー研究センター、先進パワ

ーエレクトロニクス研究センター）、5つの研究部門（創エネルギー研究部門、電池技術研究部門、省エネルギー

研究部門、環境管理研究部門、安全科学研究部門）を中心に研究開発を行っている。なお、エネ環領域以外の研究

領域とも強く連携を取りつつ、上記重点戦略目標達成に向け、研究開発を進めている。 

 
３．主な研究動向 

 平成29年度の主な研究動向は以下のとおりである。 

(1) 新エネルギーの導入を促進する技術の開発 

・太陽光発電では、ハイドライド気相成長法（H-VPE 法）による化合物半導体成長装置により、GaAs 太陽電池

の成長速度を従来比10倍以上に高速化することに成功した。また、H-VPE 法で作製した GaAs 太陽電池では世

界最高の変換効率22.7 %を達成した。 

・福島再生可能エネルギー研究所（FREA）に開設した「スマートシステム研究棟」ではパワーコンディショナー

（PCS）試験技術を民間企業に提供し、ほぼフル稼動状態が継続している。分散電源の系統連携に係る規格等

の国際標準化（成立3件、審議中2件）も推進し、大型 PCS 等の認証試験需要拡大と海外輸出促進が期待される。 

・風力発電については、これまでの実測データと開発したシミュレーション技術を融合し、洋上風力資源の低コス

トかつ高精度な推定を可能にした。 

・2050年を見据えた長期的研究課題として推進している超臨界地熱発電技術の開発について実現可能性検討を実

施し、一坑井あたり27〜45 MW、岩体あたり100 MW 以上の発電が可能な地下・開発モデルを得た。 

(2) エネルギーを高密度で蓄蔵する技術の開発 

・レアメタルフリー有機二次電池の開発において複数の新規有機正極材料の合成に成功し、現行のレアメタル正極

材料 LiCoO2と比べ約2.5倍の高容量で充放電可能な材料も見出した。 

・電池の安全性の飛躍的な向上につながる全固体電池の開発において、緻密で均一な電極製造プロセスを開発し、

加圧せずに動作可能な全固体電池として最高のエネルギー密度を有する硫化物全固体電池の開発に成功した。 
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・水素エネルギーの貯蔵源として期待されるアンモニアについて、高性能な合成触媒の開発に成功し、FREA に

建設した実証試験プラントで連続製造を開始した。 

・太陽光発電由来の電気エネルギーにより水電解で製造した水素のカードル充填を実現するとともに、福島県内の

ガス事業者から人材を受け入れ、高圧ガスの実務経験を付与することで、国内初となる再エネ水素による商用水

素ステーションを実現した。 

(3) エネルギーを効率的に変換・利用する技術の開発 

・電気自動車等の電力制御の低コスト・高機能化への応用が期待される次世代 SiC パワーデバイスについて、

1,600 A/cm2もの大電流でも劣化しない新規構造 MOSFET を量産試作レベルで開発することに成功、1,200 V

級 SiC パワーデバイスの最終解と言える成果を得た。 

・高温超電導線材の開発において世界最高の磁場中臨界電流密度を低コスト線材で実現した。高磁場中での高い性

能の維持が要求されるモーター等の省エネ産業用機器や MRI 等の医療機器の超電導磁石への応用が期待できる。 

・未利用熱エネルギーからの電力回収システムの実現に向けて、これまで毒性元素である鉛などを使用しないと達

成が困難であった実用化の目安と言われる熱電性能指数 ZT～1（約400 ℃）を、環境調和性の高い銅と硫黄を

主成分とした硫化物熱電材料で実現した。 

(4) エネルギー資源を有効利用する技術の開発 

・メタンハイドレート層からのガス生産技術に係る技術開発において、海洋産出試験の実施に貢献しただけでなく、

出砂対策技術や生産中における貯留層の挙動などの情報を関連機関に提供し、今後の開発のために有益な技術の

抽出や開発方針等の検討に貢献した。 

・需要拡大による不足が予想される石油化学基幹原料であるベンゼンについて、加圧条件において平衡組成に近い

高収率が得られることを実験的に確認した。メタンからベンゼンを直接合成する触媒プロセスの効率と信頼性向

上への貢献が期待できる。 

(5) 環境リスクを評価・低減する技術の開発 

・実産業排水の水処理プロセスの高度化に向け、従来法比500倍の超高感度安定同位体追跡法を用いることで、近

年排水基準が見直された残留汚染物質「1,4-ジオキサン」を処理する活性汚泥プロセスの菌叢を明らかにするこ

とに成功した。 

・天然鉱山と価格競争が可能な「戦略的都市鉱山」構想に基づく戦略的都市鉱山研究拠点（SURE コンソーシア

ム）において6年間の NEDO プロジェクトを開始、廃製品自動選別技術・廃部品自動選別技術・高効率精錬技

術の確立に向けた研究開発を推進した。 

・LCA データベースの開発では、製造プロセスや製品の環境性能を評価するための環境負荷データベースである

IDEA をアジア地域のサプライチェーンをカバーするデータベースへ発展させ、対応する環境問題を拡充すべく

化学物質や電離放射線のデータを整備した。 
 

Ⅱ．生命工学領域 

１．領域の目標 

 健康で安心して暮らせる健康長寿社会や、環境負荷を抑えた持続可能な社会の実現が求められている。そのため、

生命工学領域では、新たな健康評価技術や創薬推進技術の開発、あるいは個人の状態に合わせて健康維持・増進・

回復を推進する技術の開発により、ライフ・イノベーションに貢献する。また、バイオプロセスを用いた環境負荷

低減技術の開発によりグリーン・イノベーションに貢献する。 

 

２．領域の組織構成 

 当領域は1つの研究センター（創薬分子プロファイリング研究センター）と、4つの研究部門（健康工学研究部

門、バイオメディカル研究部門、生物プロセス研究部門、創薬基盤研究部門）、および大学内産学官連携研究拠点

である2つのオープンイノベーションラボラトリ（産総研・早大 生体システムビッグデータ解析オープンイノベ

ーションラボラトリ、産総研・阪大 先端フォトニクス・バイオセンシングオープンイノベーションラボラトリ）

から構成され、バイオテクノロジーから医工学までの幅広い研究分野の研究開発を実施している。また、バイオ技

術と情報技術を融合させた研究など、分野融合研究を推進することにより、新領域の技術開発にも積極的に取り組

んでいる。 

 

３．主な研究動向 

 以下に平成29年度の主な研究動向を示す。 
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(1) 創薬基盤技術の開発 

 これまでの古典的創薬プロセスから脱却し、創薬開発を加速させるために、新薬探索や医薬リード化合物の最

適化を効率よく進めて、創薬開発を加速できる技術の開発を目指す。そのために、ロボットやナノテクノロジー、

数理解析技術を駆使した創薬最適化技術、新しい分子標的の探索・発見を可能にする電子顕微鏡などのバイオイ

メージング技術、糖鎖などのバイオマーカーによる疾病の定量評価技術など、新しい創薬の基盤となる技術を開

発する。 

 以下に代表的研究成果を示す。 

・医薬品の副作用として現れる毒性の評価は、薬剤開発の継続/中止を判断する上で重要になる。そこで、AMED

事業「肝毒性予測のためのインフォマティクスシステム構築に関する研究」において、ヒトとラットの肝細胞が

150種の薬剤に対してどのような遺伝子発現を生じるかを解析し、遺伝子発現パターンから肝毒性を予測・評価

することができるデータベースを構築した。これにより、薬剤開発の早い段階で肝毒性を予測できるようになっ

た。 

・B 型肝炎治療薬は、B 型肝炎ウイルス（HBV）が持つ逆転写酵素に結合して、その機能を阻害することでウイ

ルスの増殖を抑制する。既存の核酸アナログ製剤に対する薬剤耐性が問題となっていたが、HBV が持つ逆転写

酵素は非常に不安定なタンパク質であるため、構造研究が進んでいなかった。今回、構造的に安定なエイズウイ

ルス（HIV）の逆転写酵素を HBV の逆転写酵素に似せて改変することで、B 型肝炎治療薬が結合できる HBV

型 HIV 逆転写酵素を構築した。その結果、抗 HBV 薬が逆転写酵素に作用した状態での立体構造解析が可能に

なり、薬剤作用機序及び酵素の薬剤耐性獲得機構を明らかにした。 

・タンパク質上の糖鎖修飾は、疾患に対して特異的に変化することから、疾患を見つけるバイオマーカーとして、

あるいは疾患部位だけを治療標的とするマーカーとして大いに期待されている。しかし、糖鎖変化を認識する高

感度分析技術が未成熟であり、疾患と糖鎖変化の関係も十分に明らかになっていない点が課題であった。

AMED 事業「糖鎖利用による革新的創薬技術開発事業」の一環として、平成29年度は企業との共同研究により、

糖鎖分析を行うアレイスキャナーの改良を進め、糖鎖変化を認識するために要求される市販分析機器の10倍の

感度を達成することができた。また、肺小細胞がん組織に特徴的な糖鎖変化を認識する有用なマーカー候補分子

（フコシル化セクレトグラニン III）を同定した。さらに、膵がん細胞表面に強く発現している糖鎖とそれを特

異的に認識するレクチン（糖鎖結合能力を持つタンパク質）を発見した。当該レクチンに抗がん薬を融合させた

Lectin Drug Conjugate（LDC）をマウスに投与することで、血液凝集などの副作用を示すことなく、膵がんを

発症したモデルマウスの治療に成功した。 

・脳の成長因子 BDNF の分子機能に注目し、その機能異常（発現低下、活性変化等）により精神・神経疾患が生

じることを明らかにするとともに、精神・神経疾患のモデルマウスや診断バイオマーカーの開発を国内企業と実

施してきた。平成29年度は、企業と進めてきた肥満タイプのうつ病に関するマウスの実証研究を完了させ、

BDNF の機能異常を示すモデルマウスが運動試験後の無動化時間が長期化するうつ病様の表現型を示すことを

明らかにした。 

・細胞などの生物試料を液中で生きたままナノオーダー（10 nm）程度の高分解能で観察することができる誘電率

顕微鏡の開発を進めた。この顕微鏡は、対象物の誘電率差を可視化する新しい原理に基づくもので、溶液中の生

細胞試料やナノ粒子を非染色、非固定、非侵襲の状態で観察することが可能になる。平成29年度は試料調製方

法や画像解析技術の改善により、従来技術では困難であった生きたままの状態の細胞の内部構造について詳細な

観察に成功するとともに、溶液中の生物試料や有機ナノ粒子、セラミック粒子等をそのまま観察することにも成

功した。 

(2) 医療基盤・ヘルスケア技術の開発 

 豊かで健康的なライフスタイル実現のために、医療基盤・ヘルスケア技術の開発を進めている。具体的には、

損傷を受けた生体機能を幹細胞などを用いて復元させる再生医療に必要となる細胞操作技術や幹細胞の標準化技

術の開発、健康状態を簡便に評価できる技術や感染症などの検知デバイスの開発、さらに、生体適合性や安全性

の高い医療材料や医療機器の開発を進めてきた。 

 以下に代表的研究成果を示す。 

・マイクロバイオーム（人体などに共生している複合微生物群の遺伝子集合体）は、健康や疾患との関係が近年急

速に注目されつつある。しかし、マイクロバイオーム解析に適用できるシーケンサーの精度管理用標準物質ある

いは適切な精度管理技術がなかったことから、解析結果の定量性を保証できず、解析データの相互利用を阻んで

いた。今回、微生物のゲノム配列とは異なる塩基配列を持つ人工的な核酸分子12種類を世界で初めて開発した。

これを内部標準として用いることで、次世代シーケンサーを用いたマイクロバイオーム解析結果の定量性を保証
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することが可能になった。 

・様々なヒト臓器細胞を1つのチップ上に組み合わせ、体内の臓器間ネットワークをチップ上に模倣した

「organ(s)-on-a-chip（OOC）」の開発は、薬剤や化粧品の開発に不可欠であった動物実験を代替し、個体差の

影響を受けない再現性の良い評価が行えるメリットがあり、その開発に大きな期待が寄せられている。一方で、

医薬に関する承認過程では、どんなに優れた技術であっても標準化されなければ活用されないため、規格化・標

準化への取り組みが喫緊の課題となっている。平成29年度に立ち上げた AMED 事業「再生医療技術を応用した

創薬支援基盤技術の開発」において、最も需要の高い肝細胞に関して、国内主要製薬メーカー、国立医薬品食品

衛生研究所（国衛研）と共に規格案を策定するとともに、バラツキが生じやすい培養方法を改良し、統一された

手法での規格検証を可能とする解析法をマニュアル化した。 

・iPS 細胞を介さずに線維芽細胞から神経堤細胞を経て交感神経／副交感神経を選択的に作製する技術を確立した。

iPS 細胞を作成する初期化プロセスを用いると、細胞内に様々なゲノム変異や染色体異常などの変化が生じるこ

とが分かっているため、今回の成果はこれらのリスク克服につながる重要な成果である。 

・カーボン薄膜材料の精緻な設計により、従来電極では検出できなかった化学物質をきわめて高感度かつ再現性良

く測定できる「スパッタナノカーボン薄膜電極」を開発した。従来電極では検出できなかった核酸塩基などの生

体分子、ビタミン E などの抗酸化物質、ヒ素などを極めて高感度かつ再現性良く測定できるようになった。例

えば、てんかん病マーカーであるキヌレン酸は非標識で検出限界20 pM を達成した。従来電極では検出そのも

のが不可能であり、また論文で報告されている蛍光法では感度が悪く（検出感度数十 nM）、実際の創薬薬効薬

理評価の現場で使用するには不十分であった。開発電極により高感度が達成できることから、平成29年度には

企業との技術コンサルティング契約の締結に至ることができた。 

(3) 生物機能活用による医薬原材料などの物質生産技術の開発 

 化石燃料代替物質、化成品原料、医薬品原料、有用タンパク質、生物資材など、物質循環型社会の実現のため

に、遺伝子組み換え技術を用いて微生物や植物の物質生産機能を高度化し、バイオプロセスを用いた医薬原材料

などの有用物質を効率的に生産する技術の開発を行う。 

以下に代表的研究成果を示す。 

・企業との共同研究によりバイオプロセス（発酵）を用いて（R）-3-ヒドロキシ酪酸（以下、3HB）を製造する

方法を開発した。3HB は化学合成プロセスでは得ることが困難なバイオプロセス特有の化合物であり、人の体

内でも合成されて様々な生理活性機能を有する。今回開発したバイオプロセスでは、ハロモナス菌を用い、好気

発酵と嫌気発酵を切り替えることによって菌体外に3HB として放出させることができた。既存の化学合成技術

では熱に弱い3HB の効率的な生成は困難であった。また、3HB のポリマーであるバイオポリエステル（PHB）

を蓄積させる微生物の報告はこれまでにもあったが、今回のように培養液中に40 g/L の高濃度で3HB を生成さ

せ、単離することに成功したのは世界初である。 

・有用物質生産にあたっては、目的タンパク質の安定した高生産が必須である。そのための手法として、DNA の

メチル化・脱メチル化による遺伝子発現の制御が重要となる。平成29年度に立ち上げた NEDO のスマートセル

プロジェクト「植物等の生物を用いた高機能品生産技術」の一環として、独自に有するサイトメガロウイルスベ

クターを用いて、特定の遺伝子のみを高率にメチル化する技術開発を進め、モデル遺伝子実験系において通常全

くメチル化されない遺伝子を特異的に約60～80 %メチル化することに成功した。また、遺伝子配列改変による

発現量制御の技術開発を進め、微生物由来の5遺伝子について実証した結果、一部の遺伝子では発現量を目標の

3倍以上に向上させることに成功した。 

・共生細菌を介した害虫の急速な殺虫剤抵抗性獲得のメカニズムの解明及び葉の消化を担っている共生細菌の役割

の解明を行った。わずか数回殺虫剤を使用しただけで土壌中の殺虫剤分解菌が増殖し、これを農業害虫カメムシ

が体内に取り込むことで害虫の殺虫剤抵抗性が急速に発達することを明らかにした。また、葉を食べるハムシは

細胞壁の主要成分の一つであるペクチンの分解酵素の生産に特化した共生細菌を保有しており、この共生細菌な

しでは食べた葉を消化できないことが明らかになった。 

・抗生物質耐性と細菌間コミュニケーションの遮断の両方に寄与する酵素を発見した。一部の細菌は自身が生産す

るシグナル物質を介して、周囲の仲間とコミュニケーションを取っている。このシグナル物質を分解する新規酵

素を多剤耐性菌より単離することに成功し、同酵素がペニシリン等の多様なβラクタム系抗生物質を分解する能

力をもち、多剤耐性にも寄与していることを解明した。この成果は、細菌がもつ異なる二つの機能の関係性を問

う新しい発見となり、多剤耐性菌の出現に細菌間シグナル分解酵素が関与し得るという新たな知見を提唱した。 
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Ⅲ．情報・人間工学領域 

１．領域の目標 

 情報・人間工学領域においては、人と共栄する情報技術の分野横断的活用と深化により社会課題へ取組み、産業

競争力の強化と豊かで快適な社会の実現を目指して人間に配慮した情報技術の研究開発を行っている。さらに、柱

である情報学と人間工学のインタラクションによって健全な社会の発展に貢献していくことを目指す。 

 このミッションを実現するために以下の4つを分野の戦略目標として定めている。 

(1) ビッグデータから価値を創造する人工知能技術の開発 

(2) サイバーフィジカルシステム技術の開発 

(3) 快適で安全な社会生活を実現する人間計測評価技術の開発 

(4) 生活の質と豊かさの向上を実現するロボット技術の開発 

 また、第4期中長期計画期間中において国際的に最高水準の研究機関を目指した組織体質の改革を実施し研究

開発アセットとして第5期中長期計画に継承する。 

 
２．領域の組織構成 

 当分野の研究組織は、3つの研究センター（自動車ヒューマンファクター研究センター、ロボットイノベーショ

ン研究センター、人工知能研究センター）、3つの研究部門（情報技術研究部門、人間情報研究部門、知能システ

ム研究部門）で構成されている。 

 
３．主な研究動向  

(1) ビッグデータから価値を創造する人工知能技術の開発 

 実世界で生成されるデータに基づいて学習し、困難な社会的課題を解決するための人工知能技術群の研究開

発を行っている。平成29年度の代表的な成果を3つ示す。１）深層学習を用いた実世界の物体の認識と姿勢推定

を同時に行う新たな深層学習手法（RotationNet）を開発した。日用品を360度あらゆる角度から、その姿勢も

含めて、高い精度で認識できる。２）ロボットによる人の移動軌跡収集技術を開発した。自律移動ロボットに

本技術を搭載することによって、日本科学未来館における延べ20日の来訪者の移動軌跡データ（約22万本）の

収集・分析を行った。３）人の流れの計測とシミュレーションの融合による避難支援技術を開発した。人の流

れの計測を行うモジュールと予測シミュレーションを行うモジュールを融合することで、平常時の混雑緩和、

賑わい創出、災害時の避難誘導の支援等へ応用できる。新国立劇場において実施された実証実験「避難体験オ

ペラコンサート」では、3年前に行った実証実験の分析結果から得られた知見を避難方法に反映させ、避難口の

流量拡大や避難口への集中回避をさせることにより、より少ない時間で避難させることができた。 

(2) サイバーフィジカルシステム技術の開発 

 生産現場、生活場面での人間行動センシング技術と、それを通じて得られる実世界ビッグデータを集約、分

析し、製品の価値向上、サービスの生産性向上に繋げる統合クラウド技術を開発している。平成29年度は歩行

者自律測位技術を車両（自動車､フォークリフト、ピッキングカート、鉄道など）の測位に特化した VDR

（Vibration-based Vehicle Dead Reckoning）技術を世界で初めて開発した。人間計測結果に基づくサービスシ

ミュレーションクラウド基盤を整備し、物流分野、製造現場での応用、小型デバイス開発への展開を進めた。 

 安全なサイバーフィジカルシステムの実現を目指し、演算性能や電力に制約のある大量のエッジデバイス上

でも実用的な速度で処理が可能な暗号技術と、それを用いたプライバシ保護や認証技術に関する研究開発を実

施している。RSA 暗号等の従来技術は、効率性、機能性、安全性のいずれも不十分であり、格子問題等の数学

的構造に基づき、エッジデバイスに適した軽量で高機能な暗号・認証技術の実現を目指している。平成29年度

は、格子問題に基づく、公開鍵サイズが漸近的評価の下でこれまでで最も小さい ID ベース暗号等の成果を得た。

開発した ID ベース暗号は量子計算機に対して耐性があり、安全性レベルを十分に高く設定した場合、公開鍵サ

イズをほぼ理論限界まで削減可能な世界初の手法となっている。また、平成28年度に開発した大規模並列計算

機向け格子問題求解アルゴリズムの高速性について、初めて理論的な裏付けに成功した。 

(3) 快適で安全な社会生活を実現する人間計測評価技術の開発 

 自動運転システムの実用化に向けて、自動運転中のドライバー状態の評価手法の開発と、自動運転モード間

の遷移を適切に行う HMI の開発を行っている。平成29年度は、ドライバー状態と自動から手動運転への遷移時

間の関係を評価し、ドライバー状態の維持と、より適切なモード遷移のための HMI を検討した。 

 健康起因事故撲滅に向けて、ドライバの体調急変検出を目指した研究開発を行っている。平成29年度は、筑

波大病院・東大・コンソーシアム参加企業と協力して、てんかん・脳卒中・心疾患の発症時のドライバ状態を
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特徴づける生体信号や行動学的変化の計測データを収集するとともに、平成30年度以降の構想を立案した。 

 運転の楽しさ（ドライビングプレジャー）の生理指標による定量化の研究を行っている。平成29年度は、シ

ミュレータや実車(テストコース)における生理計測データを集約し、運転の楽しさの評価方法を確立した。また、

操作に対する機械的なサポートが楽しさに与える影響を検討し、資金提供型共同研究による成果の橋渡しを進

めた。 

 高齢者が自らの残存機能を維持、増進して自立移動ができるようにするために、装着型センサで歩行・走行

機能を計測、評価して可視化する技術を開発している。平成29年度は、現場でのデータ計測から独自評価指標

を計算して提示する一連の技術を3箇所以上の現場に適用し、歩行評価技術の実証を行った。また、下肢切断者

用の義足についても、2社以上の企業と連携し、現場と実験室での評価を行うことで、デザインのブラッシュア

ップを行った。また、スポーツ用義足の認証・標準化活動にも取り組んだ。 

(4) 生活の質と豊かさの向上を実現するロボット技術の開発 

 高齢者の機能と活動を向上させるため、高齢者の運動・コミュニケーション機能を支援するロボット技術、

介護者を支援するロボット技術と生活機能モデルに基づく介入効果の定量評価技術等を行っている。平成29年

度は、力学モデルに基づいてロボット介護機器の設計を支援する技術、IoT 技術を用いて効果を評価する技術を

開発し、実証評価を行った。ニーズシーズマッチングに基づいてロボット介護機器の改良開発を支援した。サ

イバネティックシステムの安全評価技術の開発を行った。座り乗り型移動ロボットの公道実証実験を実施し、

安全検証を行った。ロボットソフトウェアプラットフォームの開発と、産業用ロボットへの応用を検証した。 

 画像センシングおよびパターン認識に関する技術をコアコンピタンスとし、高度な空間情報取得・理解技術

を構築している。平成29年度は、空間情報センシング技術に関して、従来の可視光の2次元または3次元計測と

いう枠を超え、ハイパースペクトルデータ（紫外域から赤外域まで連続的に含むデータ）やライトフィールド

データ（空間全体の光情報を4次元で捉えたデータ）を取得・処理するフレームワークを構築した。 

 ドライバ不足やコスト抑制に対応し、過疎地域や交通弱者への移動手段として期待されている自動走行技術

を活用した新たな移動サービスである端末交通システムの社会実装を目指し、必要な技術開発、社会受容性や

事業面の検討等を行っている。平成29年度は、小型カートを用いた遠隔操縦等を含む自動走行技術のテストコ

ース上での評価や安全性等の検証を実施し、平成28年度に公募選定した実証地域に合わせた事業モデルやシス

テム構成の構築検討を進め、実地域において一部の技術検証を実施した。 

 大型構造物の生産現場における過酷環境での作業に対応するロボットシステム実現のために、これに必要な

ロボット技術を CNRS、AIRBUS と共同で開発している。平成29年度は、多点接触動作制御技術として、複数

の姿勢を並列に考慮するロバストな動作計画手法と、優先度付きタスクなどの異なる手法を統合する制御手法

を開発し、全身動作によるレンチによるボルト締め作業、ブレーカのスイッチの点検作業、ケーブル取り付け

作業などに適用した。 

 

Ⅳ．材料・化学領域 

１．領域の目標 

 材料・化学領域では、材料技術と化学技術の融合による、部素材のバリューチェーン強化の実現を念頭に、機能

性化学品の付加価値を高めるための技術開発、および新素材を実用化するための技術開発を通じて、素材産業や化

学産業への技術的貢献を目指す。第4期における研究開発においては、最終製品の競争力の源となる革新的部材・

素材を提供することを目指し、材料の研究と化学の研究との統合によって、「グリーンサステイナブルケミストリ

ーの推進」及び「化学プロセスイノベーションの推進」に取り組むとともに、「ナノカーボンをはじめとするナノ

材料の開発とその応用技術の開発」、「新たなものづくり技術を牽引する無機機能材料の開発」、及び「省エネルギ

ー社会構築に貢献する先進構造材料と部材の開発」の5つの戦略課題に取り組む。 

 

２．領域の組織構成 

 当該領域は平成29年度末において、5つの研究部門（機能化学研究部門、化学プロセス研究部門、ナノ材料研究

部門、無機機能材料研究部門、構造材料研究部門）と4つの研究センター（触媒化学融合研究センター、ナノチュ

ーブ実用化研究センター、機能材料コンピュテーショナルデザイン研究センター、磁性粉末冶金研究センター）の

計9つの研究ユニットで構成されている。さらに、大学等のキャンパス内に設置する産学官連携研究拠点「オープ

ンイノベーションラボラトリ」、通称「OIL（オー・アイ・エル）」として、産総研・東大 先端オペランド計測技

術オープンイノベーションラボラトリ（OPERANDO-OIL）と、産総研・東北大 数理先端材料モデリングオー

プンイノベーションラボラトリ（MathAM-OIL）が活動中である。また、産総研内に設置した企業名を冠したラ
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ボ、すなわち「連携研究室／連携研究ラボ」（通称「冠ラボ」）等としては、平成28年度以前に設立した3つ（「日

本ゼオン－産総研 カーボンナノチューブ実用化連携研究ラボ」、「日本ゼオン・サンアロー・産総研 CNT 複合材

料研究拠点」、「DIC－産総研東北センター 化学ものづくり連携研究室」）に加え、平成29年度は、「日本特殊陶業

－産総研 ヘルスケア・マテリアル連携研究ラボ」、「矢崎総業－産総研 次世代つなぐ技術 連携研究ラボ」の2件

がスタートした。 

 

３．主な研究動向 

 当該領域の先端研究事業の代表例を以下に示す。 

 国家プロジェクトの新規獲得に関しては、NEDO 事業「ロボット・ドローンが活躍する省エネルギー社会の実

現プロジェクト、省エネルギー性能等向上のための研究開発」の採択、NEDO エネルギー・環境新技術先導プロ

グラムにおける「革新的高飽和磁束密度・低鉄損軟磁性粉体の開発」、「精密制御技術を駆使した脱硝触媒の高度利

用技術開発」、「超高変換効率新規プロトン導電デバイスの開発」、「ナノ半導体材料の高度構造制御と革新低コスト

半導体デバイスの研究開発」の4件の採択が主要なプロジェクトとして特筆すべきものである。 

  

 平成29年度の主な研究成果を戦略課題ごとに示す。 

① グリーンサステイナブルケミストリーの推進 

(1)「橋渡し」につながる基礎研究（目的基礎研究） 

・「スマート（光可逆性）接着剤の開発」において、アントラセンをベースとした分子設計で、有色粉末状で

あった接着剤を無色（透明）液状にし、ハンドリング性を大きく向上させることに成功した。 

・「シラノールの粉体化と構造解析」の研究では、ガラスの基本単位のオルトケイ酸（Si(OH)4）を安定に合

成し、世界で初めて結晶化に成功し、19世紀前半の発見以来、謎とされていた詳細な構造を明らかにした。

さらに、オルトケイ酸の2量体、環状3量体、環状4量体、かご型8量体の合成と単離にも成功した。 

(2)「橋渡し」研究前期における研究開発 

・「人工知能（AI）技術による酸化触媒の自動発見」の研究において、触媒の量子化学シミュレーション結果

と実験で得られた触媒の反応収率との関係を機械学習し、シミュレーション結果から反応収率を直接予測す

る手法を開発した。従来の触媒開発では触媒の設計・合成や触媒活性の評価・検証を繰り返し行う必要があ

るため、開発期間が長く、多大な労力やコストがかかる等の課題があったが、本研究により AI で触媒の反

応収率を簡単に予測できることを初めて示した。 

・「粘度-温度特性に優れた省エネ潤滑油の開発」では、従来の炭化水素系の潤滑油とは異なる新たな分子設計

（液晶の分子設計の応用）と、ケイ素化合物の特性の活用により、従来の基油よりも温度による粘度変化が

格段に小さい（粘度指数（VI）が格段に高い）新規構造油（オリゴシロキサン油）を開発した。従来の合

成油の VI は120～140で、粘度指数向上剤を加えても200程度にしかならないが、本開発油は単独でも VI

は240～290を示した。 

(3)「橋渡し」研究後期における研究開発 

・「歯周病菌の即時分析装置の開発」において、遺伝子解析に関わるこれまでの要素技術を統合して、歯周病

菌の分析が即時に可能な“装置”や“キット（試薬）”のプロトタイプを開発し、ベンチャーを起業した

（ラスケーズ株式会社、平成30年2月2日設立）。 

・「材料の劣化状態を化学構造レベルで評価する技術の開発」では、高分子材料に対して、超高分解能質量分

析と独自のデータ処理技術（二次元マッピング）を適用し、従来技術では不可能であった“材料中の多様な

成分の分布の可視化”に成功した。 

・「燃えるごみの焼却残さ“溶融スラグ”を高付加価値材料に変換する技術開発」では、燃えるごみを焼却した残

りかすである溶融スラグから簡単に高比表面積シリカ（約600 m2/g）を製造する技術を開発した。現状、工

業的に広く用いられている高比表面積シリカは、四塩化ケイ素やケイ酸ナトリウムのようなエネルギーを多

く消費する工程で製造される物質を出発原料としているのに対し、本技術では同等の性能を有するシリカを、

極めて安価（1トンあたり数百円）な“溶融スラグ”を原料として製造できる。共同研究先の企業でスケー

ルアップ等の実用化に向けた開発を開始した。 

② 化学プロセスイノベーションの推進 

(1)「橋渡し」につながる基礎研究（目的基礎研究） 

・「高効率酵素リアクターの開発」において、シリカ結合タンパク質（Si-tag）を介して複数酵素（還元酵素

および補酵素再生酵素）をメソポーラスシリカに安定に固定化することで、通常の酵素反応で問題となる酵



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(11) 

素の凝集および酵素の再利用性の改善に成功した。その結果、医薬中間体（光学活性アルコール）の合成に

おいて、Si-tag を融合していない通常の酵素に比べ、同一酵素使用量で5倍の生成量を達成した。 

(2)「橋渡し」研究前期における研究開発 

・「超高純度水素精製用の炭素膜モジュールの開発」において、平成28年度より水素透過速度を2倍に向上さ

せた炭素膜で、水素／トルエン混合ガスにおける長期耐久性試験を実施し、炭素膜の実用化に必要な性能

（水素透過速度75 GPU、耐久時間2,000時間）を達成できた。また、共同研究先の膜メーカーが製造した

炭素膜と膜モジュールについて、モジュールの大型化に向けて性能評価等を行った。その結果、燃料電池自

動車（FCV）用超高純度水素のスペック（純度99.99997 %以上）を維持したまま、平成28年度比3倍（1 

m3/h 規模の水素製造能力）のモジュール作製に成功し、プロトタイプ機（10 m3/h 規模）開発への展開が

可能となった。 

・「新規高機能界面活性剤の開発」では、アルカリ洗浄にも耐え得る安定なアミド骨格を有するサーファクチ

ン（環状ペプチド型界面活性剤）の類縁物質を生産する菌を発見した。本サーファクチンは、アルカリ洗剤

酵素（Subtilisin）存在下で、従来の合成界面活性剤の数倍の洗浄効果を示した。 

(3)「橋渡し」研究後期における研究開発 

・「マイクロ波照射技術の開発」において、空洞共振器を用いたマイクロ波照射技術の開発により、従来の電

子レンジ型マイクロ波照射装置では困難であった均一照射による秒オーダーでの均一高速加熱や照射装置の

小型化が可能になった。このため、平成29年度は本技術をライセンシングしたサンプル出荷レベルの大量

製造装置（処理量：50 L/day）へとカスタマイズし、共同研究先企業に設置するに至った。さらに、大量製

造装置の開発過程で得られた知見を基にしてニーズに応じたマイクロ波照射装置の設計が可能となり、多様

な企業への橋渡しが容易となった。 

③ ナノカーボンをはじめとするナノ材料の開発とその応用技術の開発 

(1)「橋渡し」につながる基礎研究（目的基礎研究） 

・「軽量で高導電性な CNT 銅ワイヤーの開発」において、これまでに開発した高配向単層 CNT と銅の二段階

電気めっきによる複合化技術の応用により、連続紡糸可能な多層 CNT 糸と 40 vol%以上の銅を緻密に複合

化することに成功し、銅よりも 30 %軽量な CNT 銅複合ワイヤーを実現した。 

・「低加速電子顕微鏡によるカーボン原子鎖の電子状態の観測」では、平成28年度成果を挙げた単色化電子源

に加え、平成29年度は真空度を二桁向上させた新型鏡筒やリモート操作システムを応用して高安定環境下

での精密観測を開始し、カーボン原子鎖の原子構造やグラフェン等とは異なるエネルギー準位を持つ新たな

電子状態を原子レベルで（原子1個ずつから）解明することに成功した。 

(2)「橋渡し」研究前期における研究開発 

・アクチュエータ材料の材料機能シミュレーション技術の構築を目指した「液晶高分子のマルチスケールシミ

ュレーション」の研究において、時間変化する電場条件に対して応答性を持つと期待できる粗視化液晶高分

子モデルを新たに構築し、分子動力学シミュレーションを実行した。モデルは液晶高分子に特異な現象／運

動を再現し、電場応答性の鍵となる電荷パラメータに依存した物性変化が予測可能になった。 

(3)「橋渡し」研究後期における研究開発 

・「工業用グラフェンの開発」において、原子層グラフェンの高スループット連続合成技術の開発、透明導電

フィルム作製のための転写法の高度化、新規ドーピング手法の開発を行った。これらの技術により、平均シ

ート抵抗123 Ω、透過率94 %（従来の同手法による高スループット合成品と比較しておよそ2倍の導電性）

を有する A4サイズのグラフェンを毎時100枚以上の高スループットで合成できた。また、これまでのグラ

フェン研究に関する成果をもとに、グラフェン等の二次元材料の合成、デバイス開発等を行うベンチャーを

起業した（株式会社エアメンブレン、平成29年7月12日設立）。 

・「スーパーグロースカーボンナノチューブ（SGCNT）を用いた電磁波遮蔽材料の開発」では、これまでに

開発した CNT 分散技術と成膜技術を応用して、99.9 %以上の電磁波遮蔽能を有する CNT 塗布膜の開発に

成功した。また、本技術をもとに、電磁波漏れ対策用 CNT コーキング材の開発にも成功した。 

・「CNT 生産管理技術の開発」では、産総研の保有する CNT 評価技術を、最大限に用途開発企業に活用して

もらうため、オープンプラットフォーム共同研究“CNT アライアンス・コンソーシアム”で、民間企業6

社と共同研究を行った。CNT の分散液、糸、膜、複合材料の状態を産総研の独自技術を駆使して評価し、

企業の CNT 用途開発を強力に支援した。 

④ 新たなものづくり技術を牽引する無機機能材料の開発 

(1)「橋渡し」につながる基礎研究（目的基礎研究） 
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・「“溶けない”蓄熱材料、固体蓄熱材料の部材化」の研究において、新たに焼結技術を開発することにより、

従来の樹脂バインダーを使用した成形体では困難であった密度80 %以上の VO2の高密度な大型バルク材の

作製に成功した。また、そのバルク材において相転移挙動の実像観測を行い、粉末時と同等の蓄熱性能を維

持したまま部材化できることを確認した。 

(2)「橋渡し」研究前期における研究開発 

・「コンパクトハイパワー燃料電池の開発」において、産総研で開発したマイクロ SOFC（固体酸化物形燃料

電池）に対して、液化石油ガス（LPG）等の炭化水素燃料使用時の電極への炭素析出抑制に向けて、ニッ

ケル－セリア系電極の微構造や LPG 等の改質条件の最適化を行った。その結果、発電性能・耐久性が飛躍

的に向上し、数百時間以上の連続発電や数百回の起動停止の繰り返しが可能になった。加えて、NEDO

“ロボット・ドローンが活躍する省エネルギー社会の実現プロジェクト、省エネルギー性能等向上のための

研究開発”の採択により、本マイクロ SOFC の移動体（ドローンやロボット等）電源への応用に向けて、

自動車部品メーカーや産業用ドローン開発のベンチャー企業と連携体制を強化できた。 

(3)「橋渡し」研究後期における研究開発 

・「全固体電池用セラミックス電解質基板の製作技術開発」において、産総研が開発した LISICON（Li 

super ion conductor）系の高 Li イオン伝導性セラミックス電解質シート LiTAP（Li-Ti-AlP2O5）のスケー

ルアップに向けて、原料調整や焼成技術開発等を行い、10 cm 角以上の大面積シート状のセラミックス焼結

部材の作製に成功した（従来品は1 cm 角程度）。さらに本成果をもとに、佐賀県リーディング企業創出支援

事業に採択され、セラミック基板等の量産技術を有する共立エレックス株式会社との連携を進め、本セラミ

ックス電解質シートの製品化を目指した共同研究を開始した。 

⑤ 省エネルギー社会構築に貢献する先進構造材料と部材の開発 

(1)「橋渡し」につながる基礎研究（目的基礎研究） 

・「複合材料の熱特性解析評価技術の開発」において、フィラーと母材の界面構造の影響を考慮しない、分散

配向構造にのみに依存する理想的な熱伝導率の理論計算に関して、三次元不連続媒質中におけるランダムウ

ォークによる非対称な界面透過率の定式化に成功した。これにより、X 線 CT 等による実際のフィラーの分

散配向構造の解析結果と組み合わせることで、既存数値解法では困難であった、実在構造に対応した複合材

料の熱伝導率の高速計算が可能となった。加えて、等方性母材中に板状異方性フィラーをランダム積層分散

した系での検証を実施し、本手法の適用対象を拡張することができた。 

(2)「橋渡し」研究前期における研究開発 

・「セラミックス系素材の三次元（3D）積層技術による複雑形状造形」の研究において、3D 造形技術の１つ

である粉末積層造形技術の向上を進め、反応焼結炭化ケイ素において非3D の従来品に迫る強度（290 

MPa）を達成した。加えて、トポロジー最適化法による設計手法を取り入れ、垂直方向の剛性を保ちつつ

1/2以下に軽量化したリブ構造ステージ（上板と下板を柱でつないだ構造を持つ半導体露光用ステージ）モ

デルの試作に成功した。これらの成果を元に、内閣府 戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）“高付

加価値セラミックス造形技術の開発”で共同開発を進めている企業において、事業化に向けた検討が開始さ

れた。 

・「高強度・難燃性マグネシウム合金展伸部材の開発」では、ビレットの押出加工・製造技術により、汎用ア

ルミ合金 A7N01（鉄道車両で利用されている高強度アルミニウム合金）に匹敵する機械強度を持つ難燃性

Mg 合金の大型部材の作製に成功した。加えて、本 Mg 合金押出材の新幹線用軽量部材への応用を目指し、

オール Mg 製の新幹線車両構体の1/1サイズ（実寸大）、長さ1 m の簡易モックアップ構体の作成を開始し、

Mg 合金の加工のための基礎技術（素形材製造、接合、表面処理等）を構築することができた。 

(3)「橋渡し」研究後期における研究開発 

・「顕微インデンター」の研究において、幅広い適用範囲（金属、プラスチック、ゴム、セラミックス等）を

持ち、多様な力学特性を迅速かつ定量的に計測可能な光学式その場観察試験装置（顕微インデンター）のプ

ロトタイプを開発し、ベンチャーを起業した（インデント・プローブ・テクノロジー株式会社、平成29年

11月9日設立）。 

 

Ⅴ．エレクトロニクス・製造領域 

１．領域の目標 

 エレクトロニクス・製造領域においては、わが国の産業競争力強化への貢献を目的とし、IT 機器の大幅な省エ

ネ化と高性能化の両立を可能とする世界トップ性能のデバイスの開発と、省エネ、省資源、低コストな先端加工
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技術の開発、さらに、先端エレクトロニクスを基礎としたセンシング技術と革新的製造技術を結びつけることに

よる超高効率な生産システムの構築を目指している。当該研究開発を推進するにあたり、以下の4つの研究を重点

研究課題として定めている。 

(1) 情報通信システムの高性能化および超低消費電力化技術の開発 

(2) もののインターネット化に対応する製造およびセンシング技術の開発 

(3) ものづくりにおける産業競争力強化のための設計・製造技術の開発 

(4) 多様な産業用部材に適用可能な表面機能付与技術の開発 

 

２．領域の組織構成 

 当領域の研究組織は、4つの研究センター【スピントロニクス研究センター、フレキシブルエレクトロニクス研

究センター、先進コーティング技術研究センター、集積マイクロシステム研究センター】と、3つの研究部門【ナ

ノエレクトロニクス研究部門、電子光技術研究部門、製造技術研究部門】で構成されている。 

 

３.主な研究動向 

(1) 情報通信システムの高性能化および超低消費電力化技術の開発 

・ナノエレクトロニクス研究部門では、CMOS デジタル回路の低消費電力化へ向けて Ge チャネルの超薄膜形成

技術を確立し、膜厚10 nm 以下における電子移動度向上を発見した。また、タングステン内包 Si クラスタを用

いて、半導体デバイスの消費電力性能に影響する半導体－金属接合の電気抵抗の低減に成功した。新しい情報処

理技術の部分では、機械学習の訓練処理過程を高効率・高速に行う手法を開発し、低消費電力化（回路規模を

85 %削減）できることを明らかにした。超伝導量子アニーリングマシン関連では、組み合わせ最適化問題に対

する8ビット動作シミュレーションに成功した。また、Si トンネル FET でスピンマニピュレーション手法を最

適化し、世界最高温度（10 K）での量子ビット動作に成功した。脳型情報処理向けの2端子アナログ型抵抗変化

素子の開発では、抵抗変化の制御性に優れた機能性酸化物材料の組み合わせを見出した。 

・スピントロニクス研究センターでは、スピン素子を応用した超省エネルギーデバイスに関して、電圧トルク

MRAM 高度化へ向けて Ir 希薄ドープ Fe 電極の MTJ 素子を新規開発した。また、シリコン基板の常温ウェハ

接合と基板剥離技術を用いて MTJ 素子の3次元積層プロセスを開発するとともに大径シリコン基板上への MTJ

素子のエピタキシャル成長にも世界で初めて成功した。ニューロモルフィックコンピューティングの基盤技術開

発では、スピン発振素子を用いたナノサイズの人工ニューロンを作製し、世界で初めての音声認識に成功した。 

・電子光技術研究部門では、情報通信システムの高性能化および超低消費電力化技術の構築に向け、電力消費量を

抑えつつ大容量情報を快適に送受信できる革新的光ネットワーク技術の開発に取り組んでいる。文科省の拠点形

成事業「光ネットワーク超低エネルギー化技術拠点」（VICTORIES）で開発した技術の実用化のために、協働

企業らと協議し標準機器として開発したシリコンフォトニクス・光スイッチ・サブシステムを世界で初めて実フ

ィールド（東京都内）に敷設し、4K 非圧縮映像による「テレセッション」の実運用に成功した。また、同シス

テムの潜在ユーザ50社以上に対してテレセッションデモを実施し、高品質かつ低遅延で伝送される映像が、遠

隔地に居ながらもあたかも同じ場所にいるような自然な感覚でコミュニケーションできる、遠隔共存が可能であ

ることを紹介した。 

(2) もののインターネット化に対応する製造およびセンシング技術の開発 

・製造技術研究部門では、広範囲に分散した製造設備や労働力を柔軟かつ効率的に活用し、製造設備ネットワーク

全体として高い付加価値を創出することが可能となる製造網（Web of Manufacturing）の実現を目指している。

今年度は、戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）における研究開発成果として、航空機 CFRP の内部で

発生した破壊予兆を発光可視化できる技術の開発に取り組み、破壊初期過程に内部で発生するトランスバースク

ラックを世界で初めて発光可視化することに成功した。この結果は、国際航空機疲労委員会（ICAF2017）で

Japan National Review に選出され各国航空関係者に周知され、海外企業からの問い合わせが10件以上、国内

企業からの受託研究を1件開始するなど国内外での反響を呼んだ。また、航空機製造・運用現場での破壊予兆の

可視化を基にした、設計・運用の高度化やその他の各種輸送機器の接着接合の評価に使われ、全世界的な省エネ

ルギー・省資源・安全安心な社会の構築に寄与できるものである。 

・集積マイクロシステム研究センターでは、スマート社会の実現に向け、道路インフラやライフラインの常時モニ

タリングを目指した MEMS センサネットワークシステムの開発に取り組んでいる。NEDO 事業「フレキシブ

ル面パターンセンサによる橋梁センシングシステムの開発」では、シート上全面にグラファイト抵抗体印刷ひず

みセンサアレイが形成されたフレキシブル面パターンセンサと通信モジュール、受信機、エッジデバイス、小型



総 説 

(14) 

太陽光発電パネルからなる低コスト化が可能な橋梁センシングシステムを開発し、太陽光発電のみでシステム全

体を動作させることに成功した。NEDO 事業「ライフラインコアモニタリングシステムの研究開発」において

は、振動発電を搭載した小型無線振動センサ端末を開発した。開発した圧電 MEMS 振動センサシステムは、市

販の加速度ピックアップに比べ3桁近い省電力性能と2桁の高感度性能を有し、消費電力30 A で加速度10 mG

の微小な振動の検出に成功した。心電ウェアについては NEDO 事業「次世代プリンテッドエレクトロニクス材

料・プロセス基盤技術開発」において、ゲルフリー起毛電極アレイを直接形成したコンプレッションウェアと

24ch アンプおよび超広帯域無線送受信モジュールを開発し、着るだけで多誘導の心電計測が可能な心電ウェア

を開発した。この心電ウェアでは、通常の12誘導心電計測の胸部電極数の3倍にあたる18極の電極からの心電波

形を同時取得し無線通信することができる。 

・ナノエレクトロニクス研究部門では、超伝導アレイ検出器の多画素化を進め、従来の10倍以上となる世界最高

の1,000画素を実現した。また、機能性酸化物と Pt 電極からなるナノギャップ構造を応用して省電力性に優れ

た非加熱式水素ガスセンサ素子を開発した。 

(3) ものづくりにおける産業競争力強化のための設計・製造技術の開発 

・製造技術研究部門では、情報技術を活用したオンデマンドな加工技術・生産システムを目指している。今年度は、

3D-CAD で作製された金属部品のポリゴンデータを異形スピニング加工の工具制御指令に一括変換するシステ

ムを構築し、設計図面を簡便かつ忠実に成形する3D スピニング加工法を開発した。従来数日かかっていた複雑

な形状の工具指令プログラムが1時間程度、かつ高度な知識やノウハウなしに実行できるようになった。また、

市販されている異形スピニング加工機への実装を可能にした。これにより、積層造形法が苦手とする中～大型部

品の高速試作や多品種変量生産への適用が期待できる。また、国際標準化活動の取り組み状況については、経済

産業省委託事業「スマートマニュファクチャリングに関する国際標準化・普及基盤構築」を受託し、生産管理・

機器制御システムと生産機器をつなぎ、情報を共有する場としての「プラットフォーム」を活用した連携方法に

ついての国際標準化活動を推進した。さらに、スマートマニュファクチャリング国際標準化専門委員会に参加し、

ロボット革命イニシアティブ協議会への委員参加、200社余りの会員企業を持つ一般社団法人 IVI との連携を強

固に継続している。 

・フレキシブルエレクトロニクス研究センターでは、スポンジなどの柔軟基板上でも下地に損傷を与えることなく

配線回路を形成できる低損傷印刷形成技術、はんだ装着技術などを開発し、それによりウェアラブル呼吸センサ、

風圧センサ、温度センサなどの開発に成功した。大面積基板にサブm 台の高精細導体細線を簡便な溶液プロセ

スで形成可能にする高精細配線印刷形成技術を開発し、その技術の橋渡しを実現することで企業の電子部品製造

量産ライン構築に繋げた。また、起毛電極技術等、生体情報を高感度で計測可能にするセンサデバイス形成技術

を開発し、ウェアラブル心電計、脈波計、筋電計などのヘルスケア用センサの開発を実現した。さらに、

NEDO 事業において、人肌感を有する触感センサを開発し、人工皮膚としてのデモンストレーションを実現さ

せた。 

・ナノエレクトロニクス研究部門では、ミニマルファブによる IoT デバイス変量多品種製造技術の開発において、

ミニマルファブ技術による装置群を実用レベルに仕上げ、MEMS メンブレン上に CMOS を集積した圧力セン

サの開発と動作実証に成功した。 

・製造技術研究部門では、高性能、高付加価値製品の製造のため、複雑形状・薄肉軽量鋳造部材の製造を可能にす

る3D プリンタ精密砂型造形技術及びその高速化を目指している。国家プロジェクト事業「超精密3次元造形シ

ステム技術開発プロジェクト」の中で BJT（Binder Jet）方式積層造形を用いた精密砂型造形の技術開発にプ

ロジェクトリーダとして新たな1液硬化システムの開発に取り組んだ。その結果、これまで湿体であった材料の

乾体化及び硬化速度の高速化を実現し、これまでの約2倍となる世界最高速（10万 cc/h）の装置及び手法の開発

を成功させた。本装置は共同研究企業により市販化され、橋渡しが実現した。輸送機器（航空機・自動車・トラ

ック等）、建設機械での従来にない新部材開発（薄型・複雑形状鋳造品等）が進められ、量産化を念頭に置いた

展開も開始した。砂型積層造形装置開発により、これまでにない鋳造品の複雑形状化、薄肉化が可能となり、情

報技術を活用した変量多品種生産に対応できる従来の半分の肉厚（例えば2 mm）で構造と種々の配管構造との

複合化したエンジン、油圧バルブを製作するなどオンデマンドな加工技術・生産システムが実現すると考えられ

る。変量多品種生産の実現は省エネ・省資源製造技術として重要な役割を担うことが期待される。 

(4) 多様な産業用部材に適用可能な表面機能付与技術の開発 

・先進コーティング技術研究センターでは、AD 法や光 MOD 法などの産総研が世界を先導するコーティング技術

を核に材料開発及び成膜メカニズム解明に基づいたプロセスの高度化、及びそれを基にした多事業分野での民間

企業への橋渡しを目指した開発を行っている。Hybrid AD 法を用いたオンデマンド義歯製造技術開発において
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は SIP 革新的設計生産技術・産総研コーティング拠点（SIP コーティング拠点）を利用し、生体適合性 Ti 合金

基材へのジルコニア成膜で、歯科用部材に臨床試験適用可能な白色性と密着強度（曲げ試験：曲率半径5 mm で

剥離無し）を実現した。光 MOD 法による高輝度蓄光膜の開発では、平成28年度に開発した LED 用蓄光材料に

ついて金属ドーピングとプロセス改善により室外応用（太陽光励起）に対応した高輝度長残光材料（340 

mcd/m2、市販材料の1.7倍）を開発した。単結晶固体電解質を用いた全固体電池の開発においては全固体電池の

特徴である安全性、信頼性を実電池レベルの使用環境下で実現するため、品質安定化技術・加工技術を大幅に改

善することで、粒界が存在する多結晶固体電解質の限界電流密度の約100倍（30 mA/cm2）でも金属リチウムの

デンドライト成長が起こらないことを実証した。 

 

Ⅵ．地質調査総合センター 

１．領域の目標 

 地質調査総合センター（GSJ）は、国の知的基盤整備計画に基づく地質情報の整備に加えて、「地質の調査」に

関するナショナルセンターとして、レジリエントな国づくりのための地質の評価、資源の安定確保、地圏の利用と

保全にかかる技術の開発、地質情報の管理と成果の普及、そしてこれを実施するための人材の育成を重要な任務と

している。そのための主な活動は、１）国土とその周辺海域の地質図等の地球科学図の整備、２）地震・津波や火

山噴火等の自然災害のリスク評価技術の高度化、３）地下資源のポテンシャル評価技術、地下利用技術、地質汚染

の評価技術の開発、４）整備した地質情報を国のオープンデータ政策に対応した形で配信し、社会での利用拡大を

進めていくことである。 

 

２．領域の組織構成 

 地質調査総合センターは、3つの研究部門（地質情報研究部門、活断層・火山研究部門、地圏資源環境研究部

門）、地質情報基盤センター、再生可能エネルギー研究センター（地熱チーム、地中熱チーム）から構成される連

携体制を構築している。また、国際的にもこの体制の下で、東・東南アジア地球科学計画調整委員会（CCOP）等

の国際機関や世界地質調査所会議（ICOGS）、世界地質図委員会（CGMW）等に対して、我が国の地質調査機関

の代表として対応している。 

 

３．主な研究動向 

 平成29年度の主な研究動向は以下の通りである。 

(1) 地質調査のナショナルセンターとしての地質情報の整備 

・知的基盤整備計画に沿って、地質図幅等の地球科学図の系統的調査研究を実施している。本年度は、5万分の1

地質図幅4図幅（4区画）を出版した。また、20万分の1日本シームレス地質図 V2（次世代シームレス地質図）

の正式公開を行った。 

・NASA と協力し、衛星の運用や ASTER-VA の品質管理に関する研究を進めることで、地球観測衛星データを処

理した付加価値プロダクト「ASTER-VA」の無償配信を継続した。 

・石垣周辺海域及び奄美大島海域で調査航海を実施し、海洋地質図作成のための基礎データを取得した。また、海

洋地質図1枚を出版した。 

・民間受託研究や SIP プロジェクトを通じて、沖縄トラフ東縁や伊豆－小笠原孤のカルデラ域で深海曳航探査装

置を用いた表層地質マッピング等により海底鉱物資源の広域ポテンシャル評価を実施した。 

・都市・沿岸域における地質災害の軽減を目指して、伊勢湾・三河湾沿岸域の調査を実施した。また、駿河湾北部

沿岸域に関するシンポジウムを開催した。 

・都市域の地盤リスク軽減のため、地質層序研究と独自の3次元モデル技術によって、千葉県北部地域をモデル地

域として、産総研が実施したボーリング調査データを軸に自治体が所有する約1万本のボーリングデータを付加

して、地下の地層の分布形態を3次元で可視化する地質地盤図を作成し公開した。また、その成果のプレス発表

を行った。  

(2) レジリエントな社会基盤の構築に資する地質の評価 

・陸域・海域で4断層帯の基盤的な調査に加え、2016年熊本地震に関する布田川断層帯・日奈久断層帯について４

地域で調査を行なった。活断層データベースは、最新研究成果の収録、表示機能強化などのユーザーインター

フェースの改良を行った。また関東地域のテクトニックマップを取りまとめた。 

・海溝型地震履歴調査ための津波堆積物調査に加え、房総半島の海岸段丘の高解像度 DEM を用いた解析手法の対

案を行った。津波堆積物 DB については、三重県と高知県県の調査結果の整備を行った。 
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・東海・東南海・南海地域の地下水観測データを、地震調査研究推進本部、気象庁等へ提供し、国の地震評価等に

貢献した。また、地下水観測井の密閉化による観測精度向上の研究を継続し、観測感度10倍を実現できること

がわかった。 

・八丈島火山の地質図の最終とりまとめを行い、恵山火山、御嶽火山、日光白根火山の調査を継続した。2018年1

月草津白根火山、3月霧島山新燃岳の噴火についての緊急調査を実施し、噴出物の解析結果など、噴火推移等の

予測にかかる情報を火山噴火予知連絡会へ提供した。また、気象庁等の火山監視業務で活用できる火山ガス連

続観測システムの開発を進めた。 

・地層処分技術と規制支援に関して国が整備すべき基盤技術の開発、ならびに安全規制に必要となる地質環境の評

価技術の確立に向けた研究を継続した。平成29度は超長期（100万年）の将来にわたる地質変動および地下水・

深部流体が処分場に及ぼす影響の将来予測・評価手法の開発に向け、沿岸地域での海水準変動に伴う地下水流

動のモデル化や、岩盤の隆起速度の高精度評価手法の開発などを行なった。 

(3) 地圏の資源と環境に関する評価と技術の開発 

・南アフリカ共和国産レアアース鉱石の選鉱試験を、南ア・地質調査所（CGS）・鉱物処理研究所（MINTEK）と

共同で実施し、粘土分除去技術を開発し、浮選効率を向上させることによって精鉱中のレアアース酸化物濃度

を平成28年度実績の4倍（11.6 %）、原鉱（0.6 %程度）の約20倍に上げることに成功した。瀬戸地方に広く賦存

する低品位窯業原料「青サバ」から不純物を除去する技術を開発し、青サバを用いて試作した陶器が商品化に

十分な品質を保持することが確認された。優れた粘土系吸着材であるハスクレイを搭載したトラックにて蓄熱

システム実用化試験を行い、従来型より2倍以上の蓄熱が可能な可搬コンパクト型蓄熱システムの実証に成功し

た。 

・表層型メタンハイドレートの賦存状況を深海曳航式の海洋電磁探査によって調査し、海底下浅部の詳細な比抵抗

構造を明らかにした。新生代石炭の熟成度指標を新たに構築し、これを用いて新生代石炭の石油根源岩能力が

高いことを解明するとともに、原油を分解する微生物種を新規に発見した。 

・キャップロックの遮蔽性能評価に関して、微細穴加工を施した岩石試料のスレッショルド圧から接触角（液滴と

固体表面とで形成される角度）を求める方法を新規に開発する等、二酸化炭素地中貯留技術研究組合の中で、

CO2長期モニタリング技術の開発、長期挙動予測手法の確立、地層安定性評価手法の開発等を引き続き推進した。 

・海陸連続物理探査手法を確立し、列島特有の地下水流動の一般性を解明するとともに、長期的に安定した地下水

塊が氷期に流動した地下水の下位にあることを確認した。また、列島各地の沿岸域から深部試料を採取し、特

に北海道サロベツ原野沿岸部の1,200 m 深において異常間隙水圧が存在することを明らかにした。 

・土壌・地下水汚染の評価と対策技術に開発では、残留性有機化合物（POPs）等の自然減滅メカニズムを解明し、

複合汚染において特定の微生物の分解への関与を発見した。また新規法規制物質の微生物分解特性を評価した。

表層地質情報を用いて岩盤中の自然由来重金属類の含有量と溶出量等の特性調査を実施し、リスク評価に基づ

く建設残土の管理技術を提案するとともに、全国版自然由来重金属類データ整備に向けたシンポジウムを通じ

て、全国版データ整備の必要性とその推進体制等に係る社会ニーズを一層把握した。 

・水道管腐食リスク評価として、路面を傷つけないローラー電極式高周波電気探査システムを開発した。高精度な

比抵抗測定に必要な微小電位の計測と PVA（ポリビニルアルコール）スポンジを用いたローラー電極とを開発

することで高い計測再現性を実現し、プレス発表を行った。また、ドローンを利用した空中電磁探査技術を開

発し、深度1.5 m の埋没車両の探知に成功する一方、深度3 m の車両をやや不明瞭ながら探知可能であることを

実証し、プレス発表を行った。 

・超臨界地熱発電の実現可能性詳細調査を行い、現実的な規模・経済性での発電が実現可能であることを提示した。

国内地熱地域での連続地震モニタリングにより取得した高品質データを用いて、地震波に含まれる反射波、散

乱波の高度検出法を開発した。また、地熱貯留層内での流体移動のイメージングを実現し、貯留層能力回復の

ため地下へ注水した際の効果を可視化することに成功した。熱交換タイプに応じて、地中熱ヒートポンプシス

テムの適地が分かるマップを開発するとともに、地域の地下環境への適応によって、一層低コスト・高効率な

地中熱交換システムを実現した。 

(4) 地質情報の管理と社会利用促進 

・知的基盤整備計画及び政府の IT 戦略に沿って、地質情報の普及と活用のための情報管理と成果発信を継続し、

地質の調査業務の成果を機関成果物として出版・発信した。地球科学図類、報告書類を出版し、データベース

等の電子配信を継続した。 

・地質情報の発信に関わる信頼性保証のため、印刷校正データも含め、「機関アーカイブ」に定常的に登録・保管

を進めた。 
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・地質図情報を利用する上で便利なオープンソースアプリケーションを開発し、GitHub による公開を開始した。

また、各種データの Linked Open Data（LOD）発信を開始した。 

・地質標本館での成果普及活動（企画展5回、臨時展示、体験イベント等）を例年同様に開催した。地質標本館の

大規模展示改修を進め、日本列島地質図のプロジェクションマッピング化、鉱物資源情報展示の更新、地質図

情報の展示更新等、最新の地質情報が得られるようにした。博物館実習生、技術研修生の受け入れも継続して

行い、人材育成に貢献した。 

(5) 国際連携活動 

・海外の研究機関との共同研究として、南アフリカでのレアアース調査、ミャンマー・アルゼンチンで金属鉱床調

査などを実施した。海外の2機関について研究協力覚書を更新し、1機関と新たに覚書を締結した。 

・東・東南アジア地球科学計画調整委員会（CCOP）の活動では、アジアにおける地下資源、地質災害リスク、環

境汚染などの情報について日本が利用できる環境の整備を進めた。GSJ 主導の地質情報総合共有システム

（GSi）プロジェクトでは、GSJ が開発し平成28年度に試験公開したウェブシステム上へのデータ登録を継続

し、各国で出版済みの地質情報256件を掲載した。 

・熱帯地域における地中熱利用可能性評価の基礎研究として、タイ・バンコクおよびベトナム・ハノイに設置した

地中熱システムを用いた共同研究を継続し、熱応答試験等を実施した。 

・アジア太平洋地域大規模地震・火山噴火リスクマネージメント（G-EVER）に参加する各国と連携して、アジア

太平洋地域地震火山ハザード情報システムのデータ拡充を行った。 

・延べ31カ国から76名の研修生を受け入れ、鉱物資源、地熱資源、海洋地質、WebGIS、シームレス地質図など

に関する講習を実施した。 

(6) 国内連携活動 

・ナショナルセンターとして全国の博物館などが行う「地質の日」事業のとりまとめを行うと共に、経済産業省ロ

ビーで地質の日特別展示として「地球の熱を上手に使う− 地熱発電と地中熱利用− 」を行った。さらに「地質

情報展2017えひめ」の開催、地球惑星科学連合2017年大会等へのブース出展、つくばセンターおよび地域セン

ター（FREA、東北、中国、九州）の一般公開等への出展、霞ヶ関子どもデーへの出展、映画・テレビ番組等へ

の協力、アウトリーチを行った。 

・これまでつくばで行ってきたジオ・サロンを東京で2回行い、満席の各20名の参加があった。 

・テクノブリッジフェア、アグリビジネスフェア、アグリテクノ in 北海道など、産総研が実施ないし協力する企

業との連携のためのイベントへの出展を行った。また、IC を中心に GSJ 独自に企業との意見交換などを実施し

た。 

・連携大学院へ教員を10名派遣した（東京大学、千葉大学、広島大学、東北大学、東邦大学）。 

・国内の技術者・行政職員の育成では、地震・津波・火山に関する自治体職員用研修プログラムで、ジオパーク関

係者を含む8名を受け入れ、野外巡検を含む講習を実施した。この他、博物館14名、薄片作成11名、コアロギン

グ8名、火山活動評価4名の技術研修を行った。 

・新たに地質人材育成コンソーシアムを立ち上げ、マンツーマンに近い形で行う地質調査研修を地元ジオパークの

後援を受けて島根県出雲市で行った（参加者4名）。 

・地学オリンピック支援として、国内最終選抜（第10回日本地学オリンピック本選｢グランプリ地球にわくわ

く｣）におけるトップレクチャーの実施、国際大会派遣高校生4名の指導を行った。 

・リサーチアシスタント制度では、19名を採用・育成した。 

・地質情報を使った地域振興を目指して、地質図幅に興味を持った地方自治体と交流し、講演会を行うとともに、

産総研ベンチャーが展示物を納品した。さらに、地質を基にした技術的なアドバイスの検討を行った。 

 

Ⅶ．計量標準総合センター 

  計量標準総合センター（NMIJ）は、2001年4月の独法産総研の発足以来、それまで欧米に比べ不十分とされた計

量標準の整備と供給（産総研法に定める第3号業務）を主要課題として活動してきた。この間、2010年までに欧米諸

国に比肩しうる計量標準を整備するという、知的基盤整備計画（2000年度～2010年度）を達成し、2010年度～2014

年度の産総研第3期中期目標期間では、それまでに確立した計量標準の維持・高度化を継続しつつ、環境、エネルギ

ー、医療、健康に寄与する計量標準を中心とした60を越える計量標準を立ち上げた。一方、貿易の技術的障害に関

する協定（WTO/TBT）を契機として国際的な基準認証の同等性・整合性が求められる中、国際的には国際比較を通

じた計量標準の同等性評価、国内的には国家標準への校正ルート（所謂トレーサビリティ制度）の確立が求められた。

このため、NMIJ は国家標準の整備にとどまらず、国際比較の立案遂行など国際同等性確保のスキーム作り、タイ国
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家計量標準機関の設立などの途上国支援、国内校正ラボの整備のための標準供給体制の整備も同時並行的に行った。

また、法定業務である特定計量器の型式承認、基準器検査、計量人材の育成を着実に執行してきた。これらの活動を

通じて、国家計量標準機関としての国際的プレゼンスは2000人以上の職員を擁する米国立標準技術研究所（NIST）、

ドイツ物理工学研究所（PTB）などに次ぐ地位を占めるに至った。（2018年3月31日現在の研究職員数：305人） 

  このように NMIJ 設立当初の目標が順調に達成される一方、産業構造審議会及び日本工業標準調査会の合同会議

である「知的基盤整備特別委員会」の中間報告（－知的基盤整備・利用促進プログラム－2012年8月）では、中小企

業なども含むユーザーサイドでの計量標準の活用状況はまだ不十分であると指摘されている。また基本的な標準が整

備される一方で計量標準への個別ニーズは量目・範囲ともますます多岐に渡り、特に標準物質では組成や濃度など無

限とも言える組み合わせが求められている。このような背景を踏まえ経済産業省が中心となって策定した計量標準整

備計画（2013年度から2022年度まで）では、整備状況の進捗をチェックするとともに、ユーザーニーズを調査し、

その結果を整備計画に反映させる機動的な計量標準の整備が求められている。 

  さらに、2010年までの整備計画達成にともない市場の目が最新の計測課題の解決に向けられ、計量標準に加えて

計測技術の開発も不可欠であることを指摘する声も聞かれるようになった。同時に、計量標準について卓越した実力

を有する NMIJ に対し、標準と技術的に近接する計測技術についても研究開発を期待し、発展的に製品化や事業化

を意図するユーザーも少なくない。このような計量標準を取り巻く事業環境の変化とほぼ時を同じくして、産総研第

4期中長期目標期間では、橋渡し機能の強化が最大の目標となり、技術シーズから事業化まで切れ目なくつなぐ機能

が強化されている。NMIJ においても上述した計量標準の的確な整備と普及に加えて、計量標準に関連した計測技術

の開発を行い、目的基礎研究の成果創出や技術シーズの産業界への橋渡しを行うことが求められている。以上を踏ま

え、第4期ではこれまで通り以下を中核となるミッションとして位置づけ、 

（中核となるミッション） 

・確立した計量標準の着実な維持と供給 

・ユーザーニーズ調査に基づいた計量標準の開発と供給 

・国際的な枠組みでの計量標準確立への貢献 

・計量法業務の的確な遂行 

これに加えて新たな挑戦として、 

（新たな挑戦） 

・計量標準の整備によって築かれた高精度計測技術及びその派生技術を生かした橋渡し機能強化 

・長期的な観点から、将来の科学や産業で必要とされる計量標準や知的基盤の整備に向けた目的基礎研究の推進 

に注力することとした。 

 

上記の目標を効率的に遂行するため、第3期までは全ての量目について計量標準を担っていた計測標準研究部門を

技術分野ごとに分割し、以下の4研究部門、1支援センター体制とした。これにより、各研究部門の長を関連技術分

野の市場ニーズ（標準・計測）を把握する司令塔として明確化して、これまで以上に市場との連携を緊密化した。さ

らに、研究部門ごとに標準と計測のバランスを勘案して、部門の事業効率を最適化する役割を付与した。 

・工学計測標準研究部門：質量、力学、長さ・幾何学、流体の各標準および法定計量 

・物理計測標準研究部門：時間周波数、温度、電磁気、放射測光の各標準 

・物質計測標準研究部門：化学・材料系の物質量や幾何学量等に係わる標準物質および標準 

・分析計測標準研究部門：音響、量子放射の各標準および将来の計量標準を目指した先端的分析機器の開発 

・計量標準普及センター： 計量標準の品質管理、計量法に係る計量技術に関する関係機関との調整、国内の計量技

術者の計量技術レベルの向上のための計量教習など 

 

平成29年度の主な研究動向は以下の通りである。 

１．計量標準の整備と利活用促進 

2013年度から2022年度までの計量標準整備計画に基づき、新たな計量標準を開発すると共に、イノベーション

の創出や利活用の観点から、これまでの計量標準の精度向上、普及技術の開発にも取り組んだ。その代表的成果を

以下に示す。 

（社会の安心・安全への貢献）放射線利用施設での線量計測に関する標準整備、インフラ診断用 X 線非破壊検査

システムの開発、水素ステーション用水素ディスペンサーの校正・検査技術の整備、水道法対応の水質検査標準液

の整備など 

（次世代計量標準の開発）平成30年-平成31年に新たにキログラムの基準となる予定のプランク定数決定への貢献、
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単一光子分光イメージングを用いた光子顕微鏡の開発など 

（計量標準の利活用を促進するセンサ・標準器開発）物体の色や見え方を定量化する精密計測技術の開発、超低周

波振動加速度標準の整備、定量 NMR のトレーサビリティ体系構築のための最上位基準物質の開発など 

 

２．計量標準業務の実施と人材の育成 

 産総研は国家計量標準機関として、計量法に基づき計量標準を社会に供給する責務を担っている。また、一般の

測定器より強い法規制を受ける特定計量器の試験も産総研の役割とされている。平成29年度の標準供給サービス

の実施個数は、特定二次標準器の校正560個、特定副標準器の校正32個、依頼試験（一般）220個、依頼試験（特

殊）32個、OIML 適合性試験6個であった。研究開発品の頒布が0個、標準物質の頒布数は2,218であった。特定計

量器の型式承認試験は104件、基準器検査は3,040個、比較検査20個、検定0個であった。また、計量士等への教習

や講習、幅広い計量人材に向けた研修を行い、延べ606人が受講した。 

 

３．計量標準の普及活動 

 計量標準の効率的な利用と利用者の拡大を目指し、標準整備や供給に関する PDCA サイクルの実施、産総研内

での供給体制の整備と外部への技術支援、国内外の関連機関との連携強化を図った。具体的成果として、最新のニ

ーズに基づいて整備計画を見直し、また標準供給に関して産総研内のマネジメントシステムの維持・管理、計量法

校正事業者登録制度（JCSS）への技術支援を実施した。さらに、共同研究等の実施により国内校正事業者の能力

向上や競争力強化を支援した。国際連携では、アジア太平洋計量計画（APMP）など国際的な団体での議長ポスト

を獲得するなど、産総研のプレゼンスを向上させた。 

 

４．計量標準に関連した計測技術の開発 

 計量標準と計測技術は不可分の関係にあり、特に正確な目盛を必要とする計測技術の開発は計量標準と表裏一体

である。また計量標準と計測技術は高感度センサの開発に結びつくなど、標準・校正という枠を超えて「橋渡し」

研究へとつながる可能性を持っている。このような認識の元、計量標準と計測技術の一体的開発を行うと同時に、

計量標準の供給を通して構築した校正に関わる人材との緊密な関係をベースに、製品の開発・設計レベルでの連携

を強める仕組みを構築してきた。このような方針の下で、当領域が行う研究開発の方向性は、大きく以下の3つに

分けられる。 

・これまでにない定量化、分析技術など「測定評価方法の開発」 

・測定評価方法を計測器・測定器に一般化させる「装置化」 

・計量計測技術により品質向上、製品開発を支援する「ソリューション」の提供 

これら技術的課題を解決するための研究開発に取り組んだ結果、以下のような具体的成果を得た。 

目的基礎研究では、これまで築いてきた精密計測技術における強みを生かし、量子化による高分解能化・高精度化、

新たな計測分析技術の開発、計量標準供給の効率化、新たな現象を評価する技術の開発に取り組んだ。世界初の単

一光子分光イメージング技術を開発した他、計測技術の高度化により次世代有機 EL 材料の発光メカニズムの解明

や燃料電池等の機構解明に役立つ固液界面のリアルタイム観察などを実現した。 

 橋渡し前期研究では、国家戦略や法令・規制への対応につながる研究に重点的に取り組み、水素ディスペンサー

の校正技術や水俣条約履行評価に資するガス状水銀分析技術を開発した。また、新たな測定・評価技術として、燃

焼ガス等のリアルタイム温度計測技術やレーザーパワー精密制御技術、半導体製造プロセスに役立つ結晶欠陥の自

動検出技術、食品検査用参照物質製造に役立つ噴霧乾燥技術を開発した。 

橋渡し後期研究では、計測技術の民間への技術移転に重点を置きつつ、製品開発における性能評価など計量計測技

術によるソリューションの提供にも取り組んだ。民間企業が進める幾何形状計測用 X 線 CT 装置の開発において、

三次元計測技術を用いて精度評価と高精度化を全面的に支援した他、食品等の重金属分析の前処理に用いる pH 自

動調整装置を企業と共同開発し市販化した。また、産業インフラの老朽化診断に有効な X 線非破壊検査システム

を開発した。 
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３．幹部名簿 

役職（本務） 役  職（兼務） 氏  名 就任期間 就任年月日 備   考 

理事長 コンプライアンス推進本部長 中鉢 良治 5年 平成25年4月1日   
副理事長 コンプライアンス推進本部副本部

長、つくばセンター所長 
三木 幸信 1年 平成29年4月1日 ※H24/4/1～

H29/3/31までは理

事 
理事 環境安全本部長 

情報化統括責任者 
島田 広道 5年 平成25年4月1日  

理事（非常勤）  藤川 淳一 3年 平成27年4月1日  

理事 生命工学領域長 松岡 克典 3年 平成27年4月1日  

理事 エネルギー・環境領域長 小林 哲彦 3年 平成27年4月1日  

理事 エレクトロニクス・製造領域長 TIA
推進センター長、TIA 推進センター

戦略ユニット長 

金丸 正剛 1年 平成29年4月1日  

理事 情報・人間工学領域長 関口 智嗣 1年 平成29年4月1日  

理事 材料・化学領域長 村山 宣光 1年 平成29年4月1日  

理事 評価部長、総務本部イノベーション

スクール長 
加藤 一実 1年 平成29年4月1日  

理事 総務本部長 白石 重明 1年 平成29年4月1日  

理事 企画本部長 岡田 武 1年 平成29年4月1日  

監事  風間 澄之 2年 平成27年4月1日  
監事  渡邉 修治 8ヶ月 平成29年8月1日  
（平成30年3月31日現在） 
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４．組織図 
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５．組織編成 
年月日 組 織 規 程 組 織 規 則 

平成29年4月1日 ・関西センターに「京都大学連携研究

サイト」を設置 
・「京都大学連携研究サイト」に「エネルギー化学材料オ

ープンイノベーションラボラトリ」を設置 
・研究記録に関する業務を「企画本部 経営改革推進

室」から「総務本部 業務推進支援部」へ移管 
・「計量標準総合センター 研究戦略部」下にある「計量

標準調査室」及び「国際計量室」を、「計量標準普及セ

ンター」下に移管 
・「材料・化学領域研究戦略部」に「日本特殊陶業－産総

研 ヘルスケア・マテリアル連携研究ラボ」を設置 
平成29年6月1日 ・「研究戦略・イノベーション連携委員

会」を「研究戦略委員会」に名称変

更 
 

・生命工学領域下にある「生物資源管理グループ」を廃

止し、当該グループが所掌する「動物飼育施設の管

理・運営業務」を環境安全本部 安全管理部下にある

「ライフサイエンス実験管理室」へ移管 
・総務本部に「業務改革推進室」を設置 

平成29年8月1日 
 

・企画本部に「OIL 室」を設置 
・イノベーション推進本部に「大型連携推進室」を設置

平成29年10月1日  ・コンプライアンス推進室が所掌する「訴訟対応業務」

を法務室に移管 
平成29年10月26日  ・「材料・化学領域 研究戦略部」に「矢崎総業－産総研

 次世代つなぐ技術連携研究ラボ」を設置 
平成30年1月23日 ・つくば中央第一事業所に「柏サイ

ト」を設置 
 

平成30年2月1日  ・情報・人間工学領域に「人工知能研究戦略部」を設置

平成30年3月1日  ・TIA 推進センターに「戦略ユニット」を設置 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ．業   務 
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Ⅱ．業   務 
 

１．研  究 
国立研究開発法人産業技術総合研究所（以下「産総研」という。）は、鉱工業の科学技術に関する研究開発等の業

務を総合的に行う国立研究開発法人として、経済産業省がその所掌事務である「民間における技術の開発に係る環境

の整備に関すること」、「鉱工業の科学技術の進歩及び改良並びにこれらに関する事業の発達、改善及び調整に関す

ること」、「地質の調査及びこれに関連する業務を行うこと」、「計量の標準の整備及び適正な計量の実施の確保に

関すること」を遂行する上で、中核的な役割を担っている。 

 産総研は、この役割を果たすため、①鉱工業の科学技術に関する研究開発、②地質の調査、③計量の標準の設定並

びに計量器の検定、検査、研究開発、計量に関する教習、④これらに係る技術指導及び成果普及、⑤技術経営力の強

化に資する人材の養成等の業務を行うこととされている。 

 

 研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上のため、以下のとおり、「橋渡し」機能の強化及び地質調査、計

量標準等の知的基盤の整備を推進するとともに、これらの実現のため業務横断的に研究人材の拡充、流動化、育成及

び組織の見直しに取り組んでいる。 

 

１．「橋渡し」機能の強化 

 「橋渡し」機能については、将来の産業ニーズを踏まえた目的基礎研究を通じて革新的な技術シーズを次々と生み

だし、これを磨き上げ、さらに橋渡し先として最適な企業と連携して、コミットメントを得た上で共に研究開発を進

めて事業化にまで繋げることが求められるものであり、当該機能は、広範な産業技術の各分野に関して深い専門的知

見と基礎研究から製品化に至る幅広いリソース、産業界をはじめとした関係者との広範なネットワーク、さらに大規

模な先端設備等を有する我が国を代表する総合的な国立研究開発法人である産総研が、我が国の中核機関となって果

たすべき役割である。 

 産総研は、これまでも、基礎研究段階の技術シーズを民間企業等による事業化が可能な段階にまで発展させる「橋

渡し」の役割を、様々な分野で行っている。 

 

２．地質調査、計量標準等の知的基盤の整備 

 我が国の経済活動の知的基盤である地質調査や計量標準等は、資源確保に資する探査・情報提供や産業立地に際し

ての地質情報の提供、より正確な計測基盤を産業活動に提供する等の重要な役割を担っており、我が国における当該

分野の責任機関として、これらの整備と高度化を通じて我が国の産業基盤を引き続き強化するものとする。 

 

３．業務横断的な取組 

（１）研究人材の拡充、流動化、育成 

 上記１．及び２．に掲げる事項を実現するとともに、技術経営力の強化に資する人材の養成を図るため、以下の取

り組みにより、研究人材の拡充と流動化、育成をしている。 

 第一に、橋渡し研究の実施はもとより、目的基礎研究の強化の観点からも、優秀かつ多様な若手研究者の確保・活

用は極めて重要であり、クロスアポイントメント制度や大学院生を研究者として雇用するリサーチアシスタント

（RA）制度の積極的かつ効果的な活用を図っている。 

 さらに、産総研における研究活動の活性化に資するだけでなく、民間企業等への人材供給を目指し、実践的な博士

人材等の育成に積極的に取組んでいる。具体的には、産総研イノベーションスクールの実施やリサーチアシスタント

（RA）制度の積極活用等を通して、産業界が関与するプロジェクト等の実践的な研究開発現場を経験させるととも

に、事業化に係る人材育成プログラムなどを活用することによって、イノベーションマインドを有する実践的で高度

な博士研究人材等の育成を進めている。 

 第二に、特に、「橋渡し」機能の強化に向けたマーケティング機能強化に当たっては、内部人材の育成に加え、企

業等外部人材を積極的に登用している。 

 第三に、「橋渡し」研究能力やマーケティング能力を有する職員の重要性が増大する中、こうした職員の将来のキ

ャリアパス構築も重要であり、優れた「橋渡し」研究能力やマーケティング能力を有する職員については、60歳を

超えても大学教員になる場合と比べ遜色なく、その能力と役割を正当に評価した上で処遇を確保する人事制度等の環

境整備を進めている。 
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 第四に、ワーク・ライフ・バランスを推進し、男女がともに育児や家事負担と研究を両立するための具体的な方策、

女性の登用目標や必要に応じた託児施設等の整備等を含む具体的なプログラムの策定等を行い、女性のロールモデル

の確立と活用を飛躍的に増大させるための環境整備に取組んでいる。 

 

（２）組織の見直し 

 上記に掲げる事項を実現するため、本部組織と各領域等との役割・責任関係のあり方も含め、現在の組織・制度を

ゼロベースで見直し、目的基礎研究から実用化までの「橋渡し」を円滑かつ切れ目無く実施するため、領域を中心と

した最適な研究組織を構築する。 

 「橋渡し」機能を強化するには、中核となる研究者を中心に、チームとして取り組む体制づくりも重要であり、支

援体制の拡充を図るとともに的確なマネジメントが発揮できる環境を整備する。 

また、産学官連携や知財管理等に係るイノベーション推進本部等の本部組織についても、領域との適切な分担をし、

産総研全体として「橋渡し」機能の強化に適した体制を整備している。「橋渡し」の一環で実施する産学官連携等に

ついては、産業界のニーズ把握と大学等の有する技術シーズの分析を行い、それらのマッチングにより課題解決方策

の検討と研究推進組織に対して、研究計画の設計まで関与できる専門人材を強化する。 

また、平成28年度から新たな組織として「オープンイノベーションラボラトリ（OIL）」及び「連携研究室・連携

研究ラボ（冠ラボ）」の設置を行っている。 

大学等内に産総研の研究拠点を設置する OIL 事業を推進することで、これまで以上にきめ細かな連携と協力関係

の構築を目指し、基礎研究、応用研究、開発・実証研究をシームレスに実施し、クロスアポイントメント制度の活

用による研究の加速化、リサーチアシスタント制度の活用による若手研究者の育成を行う。 

「連携研究室・連携研究ラボ(冠ラボ)」は企業の戦略に、より密着した研究開発の実施を目指し設置している。 
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1) 研究推進組織 
 研究推進組織としては、平成27年度から新たに組織を再編し、「領域」、「地質調査基盤センター」、「計量標準普及

センター」を設置している。このうち、「領域」の下に領域の研究開発に関する総合調整を行う「研究戦略部」、企業

への「橋渡し」に繋がる目的基礎研究から「橋渡し」研究（技術シーズを目的に応じて骨太にする研究（「橋渡し」

前期研究）及び実用化や社会での活用のための研究（「橋渡し」後期研究））まで一体的に取り組むとともに、中長期

的キャリアパスを踏まえて研究人材を育成する「研究部門」、領域や研究部門を超えて必要な人材を結集し企業との

連携研究を中心に推進する時限組織の「研究センター」の3つを設置している。 

また、平成28年度から新たな研究推進組織として、研究戦略部の下に「オープンイノベーションラボラトリ

（OIL）」及び「連携研究ラボ」の設置を、研究ユニットの下に「連携研究室」を、それぞれ設置できるようにして

いる。 
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１）エネルギー・環境領域 
（Department of Energy and Environment） 

--------------------------------------------------------------------------- 

領 域 長：小林 哲彦 

領域長補佐：仁木 栄 

 

概 要： 

 領域は、世界的規模で拡大しているエネルギー・環

境問題の解決に向けたグリーン・イノベーションの推

進のため、再生可能エネルギーなどの新エネルギー導

入促進や省エネルギー、高効率なエネルギー貯蔵、資

源の有効利用、環境リスクの評価・低減などを目指し

た技術の開発を進めている。領域長は、理事長の命を

受けて、研究領域内における研究推進・関連業務の統

括管理を行っている。研究ユニット間の研究連携を推

進し、関連業務を総括している。 

 

① エネルギー・環境領域研究戦略部 
（Research Promotion Division of Energy and 

 Environment） 

 

研究戦略部長：児玉 昌也 

研究企画室長：松岡 浩一 

 

所在地：つくば中央第1 

人 員：21名（19名） 

 

概 要： 

 研究戦略部は中長期目標の具現化に向け、領域にお

ける目的基礎研究の育成と橋渡し研究の推進、および

これらに関連する業務に係る基本方針の企画と立案、

総合調整を行っている。研究戦略部長は、領域長の命

を受けて、領域における業務の管理および研究戦略部

の業務（人事マネジメント及び人材育成；ただし企画

本部及び総務本部の所掌に属するものを除く）を統括

管理する。 

--------------------------------------------------------------------------- 

エネルギー・環境領域研究戦略部研究企画室 

（Research Planning Office of Energy and 

 Environment） 

概 要： 

 エネルギー・環境領域研究企画室は、エネルギー・

環境領域（以下、エネ環領域とする）における研究の

推進に向けた業務を行っている。 

具体的な業務は以下のとおり。 

（1）エネ環領域における研究の推進に向けた研究方

針、研究戦略、予算編成及び資産運営等の策定 

（2）エネ環領域における大型プロジェクトの立案や

調整 

（3）複数の研究領域間の連携や領域融合プロジェク

トの立案や調整 

（4）エネ環領域に関連した経済産業省等の関係団体

等との調整 

（5）領域長及び研究戦略部長が行う業務の支援。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2018/3/31現在） 

 

［エネルギー・環境領域研究戦略部研究企画室］ 

研究企画室長  松岡 浩一 他 

--------------------------------------------------------------------------- 

オープンイノベーションラボラトリ 

 産総研・名大 窒化物半導体先進デバイスオープンイ

ノベーションラボラトリ 

（GaN Advanced Device Open Innovation Laboratory） 

概 要： 

 エネルギー問題解決や高度情報化社会の実現には、

半導体機器が省エネルギー性に優れ、高速に動作する

ことが重要である。従来よりも高性能な半導体の素材

として注目されるガリウム（Ga）系の窒化物を使っ

た半導体技術の開発とその発展は、グリーン・イノベ

ーションの達成に大きな役割を担うと考えられており、

その中でも、窒化ガリウム（GaN）材料をもちいた

発光デバイスやパワーデバイスの開発は、エネルギー

利用の高度化・高効率化を支える重要な技術として期

待されている。 

 産総研・名大 窒化物半導体先進デバイスオープン

イノベーションラボラトリは「まち・ひと・しごと創

生本部」決定に基づく政府関係機関移転基本方針を踏

まえ、2016年4月1日に名古屋大学と共同で名古屋大

学東山キャンパス内に設置した。 

 名古屋大学がもつ世界トップレベルの窒化ガリウム

の材料物性や基礎プロセスに関する研究実績と、産総

研がもつデバイス化技術や評価・解析技術、企業等と

の共同開発の実績とを融合させることで、パワーエレ

クトロニクス技術や発光デバイス技術の実現を目指し、

実用化に向けた「橋渡し」研究として、材料から応用

に至る一貫した研究を行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2018/3/31現在） 

 

［産総研・名大 窒化物半導体先進デバイスオープンイ

ノベーションラボラトリ］ 

ラボ長   清水 三聡 

副ラボ長  宇治原 徹 

副ラボ長  澤田 真和 

--------------------------------------------------------------------------- 

オープンイノベーションラボラトリ 

 産総研・京大 エネルギー化学材料オープンイノベー

ションラボラトリ 

（Chemical Energy Materials Open Innovation 
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 Laboratory） 

概 要： 

 化学エネルギーと電気エネルギーの常温・常圧での

相互変換やエネルギー貯蔵が可能な電気化学デバイス

は、社会の低炭素化に大きく貢献することが期待され

ている。近年、エネルギーデバイスに対する要求性能

が急速に高まり、理論限界に迫る性能を出すことが不

可避となりつつある。このためには、電子・イオン伝

導性、触媒活性、耐食性などを高度で確保しながら、

機能界面としてのサブナノ空間を理想に近いかたちで

設計・構築することが不可欠となっている。 

 産総研・京大 エネルギー化学材料オープンイノベ

ーションラボラトリは、経済産業省の進めるオープン

イノベーションアリーナ構想を背景に、大学のキャン

パス内に設置する産学官連携研究拠点のひとつとして

2017年4月1日に京都大学との共同で京都大学吉田キ

ャンパス内に設置した。 

 京都大学がもつ世界トップレベルの金属配位高分子、

溶融塩やナノ触媒などのサブナノ材料に関する研究実

績と、産総研がもつ機能界面構築や電気化学デバイス

化技術を融合させ、従来にないエネルギー変換、エネ

ルギー貯蔵技術の開発を目指す。「橋渡し」につなが

る目的基礎研究を強化し、革新的エネルギー化学材料

技術の実用化のために必要な基盤技術・材料から、電

解質材料、触媒材料・電極設計及びデバイス化技術に

至る一貫した基礎・応用研究を推進している。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2018/3/31現在） 

 

［産総研・京大 エネルギー化学材料オープンイノベー

ションラボラトリ］ 

ラボ長  徐 強 

副ラボ長 松原 英一郎 

副ラボ長 山田 理 

--------------------------------------------------------------------------- 

産総研・九大 水素材料強度ラボラトリ 

（Hydrogen Materials Laboratory） 

概 要： 

 水素は利用段階では CO2を排出しない究極のクリ

ーンエネルギーと言われており、再生可能エネルギー

などを用いて製造することで大幅な CO2排出量の削

減が期待できる。また、気象によって変動する再生可

能エネルギーを水素に変換して蓄えることで、エネル

ギーの輸送や貯蔵が可能となり、地域を超えてエネル

ギーを有効活用することができる。一方で、水素をエ

ネルギーとして活用する「水素社会」の実現には、水

素を安全に製造・貯蔵・輸送できるインフラの整備と

その低コスト化が必要であり、安全性とバランスの取

れた規制の確立や、信頼性が高く低コストの水素イン

フラ用材料の開発が不可欠となる。 

産総研・九大水素材料強度ラボラトリは「まち・ひと・

しごと創生本部」決定に基づく政府関係機関移転基本方

針を踏まえ、平成29年1月11日に九州大学と共同で九州

大学伊都キャンパス内に設置した。 

 九州大学がもつ世界トップレベルの高圧水素ガス中で

のマクロレベルの材料強度評価技術に基づく機械工学的

な視点と、産総研がもつ水素環境中でのナノレベルの材

料組織評価技術に基づく材料工学的な視点を融合し、水

素の安全で経済的な利用のため、水素脆化のメカニズム

解明とそれに基づく新規材料の開発を目指した基礎的研

究を行う。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2018/3/31現在） 

 

ラ ボ 長：杉村 丈一 

副ラボ長：山辺 純一郎 

副ラボ長：飯島 高志 

--------------------------------------------------------------------------- 

 

②【創エネルギー研究部門】 
（Research Institute Energy Frontier） 

（存続期間：2015.4.1～） 

 

研究部門長：児玉 昌也 

副研究部門長：天満 則夫、羽鳥 浩章 

総括研究主幹：長尾 二郎、中村 優美子 

吉澤 徳子 

 

所在地：つくば中央第5、つくば西、北海道 

人 員：53名（53名） 

経 費：1,410,639千円（358,516千円） 

 

概 要：  

1．ミッションと目標 

 持続可能な社会を構築し、産業競争力の強化に資

するグリーンイノベーションの実現を大目標に掲げ

つつ、エネルギー資源に乏しい我が国においては、

新たな資源を開発し、その利用によりエネルギーセ

キュリティを確保していくことも同時に求められて

いる。創エネルギー研究部門では、非在来型の国産

資源を始めとしたエネルギー資源の有効利用にかか

わる技術の開発を行う。特に未利用エネルギー資源

であるメタンハイドレートや褐炭等の低品位石炭の

活用に対し、技術的かつ経済的なリアリティを与え

る観点から研究開発を推進し、国産エネルギーの夢

の具現化と新たなエネルギー産業の創出に貢献する。 

２．主要研究項目と研究推進手段 

 創エネルギー研究部門では、産総研第4期中長期

計画における下記の項目について研究開発を進めて

いる。 
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○第4期中長期計画 

「エネルギー資源を有効活用する技術の開発」 

 未利用エネルギー資源の開発・利用を目指して、メ

タンハイドレート資源から天然ガス商用生産に必要

な基盤技術や、流動層燃焼プロセスを基盤とする褐

炭等低品位炭や非在来型資源等の環境調和型利用技

術を開発する。 

具体的には、経済産業省「メタンハイドレート開発

促進事業」において、独立行政法人石油天然ガス・

金属鉱物資源機構（JOGMEC）との連携研究によ

り、海洋産出試験等を通して技術の検証・整備を行

い、コア解析技術、シミュレータ技術などの信頼性

向上に努める。開発主体の企業移行後は、産総研が

開発した基盤技術を各社に提供し、外部資金の獲得

につなげる。これと並行して、メタンハイドレート

資源開発を基礎研究面から支えると共に、その経済

性と多様性を高めるためハイドレートの物理特性を

応用する機能活用技術の共同研究開発を推進する。 

また、公的資金による研究プロジェクトや、橋渡し

技術の展開を軸にした民間企業との共同研究等を通

して、現在未利用の褐炭等や非在来型炭化水素資源

の転換利用技術におけるニーズを見極め、新規転換

プロセス開発に必要となる概念を提案し、これを実

証する。加えて、これまでに培った流動層燃焼プロ

セス技術を基盤とした水素製造のための褐炭ガス化

技術を高度化し、応用展開として石炭ガス化ガスや

シェールガス等からの化学原料製造のための触媒転

換技術を提案することで、民間企業との共同研究へ

の展開を図る。 

○中長期計画を達成するための方策 

「中長期目標・計画」の達成は、研究所の存立にお

ける第一義であることから、これを自らに課せられ

た最大の使命であるという認識を研究部門全体で共

有する。 

①研究者のマインドセットの再構築 

 研究者自身が公的研究機関に在籍することの意義を

見つめ直し、自らの使命を再確認することで、「目

的基礎研究」や「橋渡し」における役割を明確化

し、業務を遂行する。 

②研究テーマの選択と集中 

研究アセットの棚卸しにより作成されたポートフ

ォリオを基に、意味づけと位置づけを明確にした

上で、下記の研究テーマへの選択と集中を加速し、

運営費交付金を始めとするリソースを合目的的に

最適化して投入することで、効率的な部門運営を

目指す。 

・メタンハイドレート資源開発技術 

・未利用炭素資源を活用する技術開発 

・水素エネルギー社会実現に資する技術開発 

・領域内連携課題（自動車関連技術） 

③外部連携への取り組み強化 

目的基礎研究から橋渡し研究に至る各段階におい

て、技術マーケティング情報の活用を図り、“voice 

of industry”に耳を傾けることを常態と捉え、そ

の上で外部連携が可能なステージに到達した研究

については、部門をあげてサポートを強化し、技

術を社会実装化するためのリードタイムの短縮を

期する。 

○平成29年度の重点化方針 

①ユニット戦略課題の推進 

メタンハイドレート資源開発では、出砂現象の解

明、保圧コア分析や貯留層モデルの構築に注力す

る。未利用炭素資源の活用では、流動層プロセス

のさらなる効率向上に取り組む。また、水素エネ

ルギー社会の実現に資する技術開発では、水素材

料の評価技術と性能の向上、ならびにエネルギー

キャリア用触媒プロセス開発を行う。加えて領域

内連携課題（自動車関連技術）では、主として燃

焼技術および省エネ指向性材料の研究に主眼を置

く。 

②創エネ SIP の実施 

H27年度に創設した運営費交付金による創エネ

SIP （ Seeds, Intellectual properties & 

Promotion）を、引き続き部門内のシーズ等育成

予算と位置づけ、戦略的・効率的な研究資金投

入ツールとして活用する。 

③部門内協奏の強化 

年度当初に行う研究グループ再編と拠点集約化

を、部門の研究力充実のまたとない機会と捉え、

研究者の協働と研究テーマの融合による研究シ

ーズの骨太化と方向性の明確化を目指す。 

--------------------------------------------------------------------------- 

外部資金： 

経済産業省 資源エネルギー庁 

「平成28年度メタンハイドレート開発促進事業」 

「平成29年度国内石油天然ガスに係る地質調査・メタ

ンハイドレートの研究開発等事業（メタンハイドレート

の研究開発）」 

 

経済産業省 産業技術環境局 産業技術政策課 国際室 

平成29年度革新的なエネルギー技術の国際共同研究開

発事業（クリーンエネルギー技術開発） 

「研究テーマ④「CO2を利用した水素製造・貯蔵技術－

二酸化炭素の再資源化技術によるクリーン水素キャリア

システム－」」 

 

「研究テーマ⑧「CO2フリー水素社会を見据えた高効

率・安価な水素貯蔵・利用技術開発」」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 
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ゼロエミッション石炭火力技術開発プロジェクト 

ゼロエミッション石炭火力基盤技術開発 

「CO2分離型化学燃焼石炭利用技術開発」 

 

水素利用等先導研究開発事業 

「トータルシステム導入シナリオ調査研究」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 

戦略的創造研究推進事業（CREST） 

「高性能・高機能なギ酸脱水素化触媒の開発」 

 

戦略的創造研究推進事業（ACT-C） 

「プロトン応答性錯体触媒に基づく二酸化炭素の高効率

水素化触媒の開発と人工光合成への展開」 

 

戦略的創造研究推進事業（ALCA） 

「分画成分の詳細構造解析法の確立および水相中の糖の

濃縮法の確立」 

 

戦略的イノベーション創造プログラム（SIP） 

エネルギーキャリア 

「アンモニア合成触媒の開発・評価」 

 

国立研究開発法人量子科学研究開発機構 

国家課題対応型研究開発推進事業（光・量子科学研究拠

点形成に向けた基盤技術開発） 

「エネルギー貯蔵システム実用化に向けた水素貯蔵材料

の量子ビーム融合研究」のうちの一部「水素貯蔵材料の

劣化機構解明と新規軽量材料の探索」 

 

一般財団法人電力中央研究所 

ゼロエミッション石炭火力技術開発プロジェクト 

「ゼロエミッション石炭火力基盤技術開発／次世代ガス

化システム技術開発「水蒸気添加噴流床ガス化炉におけ

るタール改質促進技術の開発」」 

 

一般財団法人日本自動車研究所 

水素利用技術研究開発事業 

「HFCV GTR Phase2における水素適合性試験法の審

議に必要な材料評価データの取得・解析」 

 

山梨県企業局 

水素社会構築技術開発事業 

「水素エネルギーシステム技術開発／CO2フリーの水素

社会構築を目指した P2G システム技術開発「水素吸蔵

合金を用いた低圧水素貯蔵システムに関する技術開発」」 

 

国立大学法人九州大学 

水素利用技術研究開発事業 

「燃料電池自動車及び水素供給インフラの国内規制適正

化、国際基準調和・国際標準化に関する研究開発／水素

ステーション用金属材料の鋼種拡大に関する研究開発

「高圧水素中における破壊靭性試験法の確立とデータベ

ース化」」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

平成29度科学研究費助成事業（科研費） 

「H2TiO3を原料に用いた V2O5-WO3／TiO2脱硝触媒製

造法の開発」（特別研究員奨励費） 

「水蒸気を水素・酸素源として利用する重質炭化水素の

軽質化技術の開発」（基盤研究（C）） 

「放射能汚染地域のバイオマス利用・高温減容化・灰分

安定貯蔵のための灰分挙動解析」（基盤研究（C）） 

「水素化誘起自己組織化構造を利用した高容量低コスト

水素貯蔵材料の開発」（基盤研究（C）） 

「ガス化ガス中のタール全体像の詳細解析による高性能

タール改質塔の開発支援」（基盤研究（C）） 

「山を動かすバイオマス利活用による地域環境創生に関

する研究」（基盤研究（B）） 

 

発 表：誌上発表102件、口頭発表161件、その他11件 

--------------------------------------------------------------------------- 

メタンハイドレート生産技術グループ 

（Methane Hydrate Production Technology Reserch 

Group） 

研究グループ長：神 裕介 

（北海道センター） 

概 要： 

 メタンハイドレート資源からの天然ガス生産におい

て、高い生産性と回収率を確保するための生産手法、

生産増進法の開発を実施している。具体的には、持続

的な天然ガス生産性評価の一環として、新たに開発し

た生産増進法である強減圧法について、大型室内試験

ならびに生産性評価シミュレータを用いて、増進効果

の定量的評価を実施している。また、貯留層モデルの

高度化においては、断層等の貯留層不連続層の物性測

定ならびに海洋産出試験地の圧力コア解析を継続して

行い、商業規模でのガス生産挙動を的確に予測するた

め、得られた分析結果を貯留層モデル構築に適用して

いる。一方、ガスハイドレートの持つ高密度ガス包蔵

性や高い生成分解潜熱特性などの機能を活用したガス

ハイドレートの産業利用促進を目的に、自己保存性等

ガスハイドレート特有の現象の発現機構の解明や新た

な蓄冷熱媒体の開発、メタンハイドレート貯留層障害

対策技術や分解制御技術開発等の研究開発を行ってい

る。 

研究テーマ：テーマ題目1 

 

メタンハイドレート地盤特性グループ 

（Methane Hydrate Geo-mechanics Research Group） 
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研究グループ長：坂本 靖英 

（つくば西） 

概 要： 

 日本近海の海底下に賦存するメタンハイドレート資

源からの経済的かつ安定的な天然ガス生産技術の確立

をミッションとして、メタンハイドレート堆積層から

のガス生産時の地層の長期変形挙動の予測や坑井健全

性評価を可能とする地層特性評価・解析技術の高度

化・高精度化に関わる研究開発を進めている。具体的

には、繰返し載荷試験や高圧条件下中空ねじり試験の

実施による海底地盤の動的変形挙動の実験的評価とモ

デル化、室内大型出砂評価試験装置を用いた海洋メタ

ンガス産出試験における出砂対策技術の事前評価、さ

らには、坑井－地層間の接触面摩擦挙動のモデル化に

基づき、地層変形シミュレータによるガス生産時の坑

井仕上げ法やその健全性確保のための最適条件に関す

る解析的検討を実施している。 

研究テーマ：テーマ題目1 

 

メタンハイドレート生産システムグループ 

（Methane Hydrate Production System Research 

 Group） 

研究グループ長：天満 則夫 

（つくば西） 

概 要： 

 メタンハイドレート（MH）資源開発における生産

障害対策・抑制技術として、MH 被覆気泡の生成過

程、MH 固体粒子濃度と流動抵抗の関係など管内流

動障害の発生条件と閉塞過程の解析、MH 再生成過

程における各種物性の変化の解明、坑井内流動解析シ

ミュレータの開発等を行う。また、生産性増進技術と

して、生産時熱伝導モデルの開発、海洋産出試験等コ

ア試料の熱物性率測定を実施する。大型室内試験装置

を用いた技術開発をメタンハイドレートプロジェクト

ユニット各グループ・委託企業等と連携して推進する。 

MH 再生成条件コントロール技術として、熱力学的

及び動的インヒビタの開発を行う。流動障害対策・生

産効率化のため、ハイドレートスラリーの流動性質測

定を行う。細粒砂移流砂蓄積モデルの開発、細粒砂移

流・蓄積評価シミュレータの開発をメタンハイドレー

トプロジェクトユニット各グループ、東京大学、東海

大学等と連携して行う。ガスハイドレートの機能活用

技術として、各種ハイドレートの高圧相の解明、効率

的生成による炭酸ガス分離、農業分野への利用等に取

り組む。ハイドレートを用いたクロマト分離技術の研

究を行う。新規共同研究・受託研究相手先の探索、新

規分野開拓に努める。平成29年度は、技術コンサル

タントなどによる企業への橋渡しにも努めた。 

研究テーマ：テーマ題目1 

 

未利用炭素資源グループ 

（Non-conventional Carbon Resources Group） 

研究グループ長：鳥羽 誠 

（つくば西） 

概 要： 

 未利用炭素資源グループでは、未利用炭素資源の利

用のために、埋蔵量が豊富で安価な未利用低品位炭、

非在来型重質油からの燃料への転換技術開発および輸

送用燃料の石油依存度低減に貢献するため、バイオ燃

料の導入・普及により直接的に石油代替が期待できる

新燃料製造技術の研究開発を行っている。グループで

は、1.クリーンコールテクノロジーとして、低品位炭

の触媒ガス化技術およびケミカルルーピングによる燃

焼技術の開発、2.重質油および超重質油のアップグレ

ーディング技術として、溶剤凝集緩和、水素化分解、

水蒸気による酸化分解等の技術開発、3.バイオ燃料製

造技術として、バイオディーゼル燃料高品質化技術開

発では、原料多様化およびガス化炉の安全運転とコス

ト向上に資するバイオマスガス化特性の解明と副生タ

ールの詳細分析手法の開発、4.多様な未利用炭素資源

の利用拡大のための基盤技術として、新規詳細構造解

析法の開発を実施している。また、自動車のエンジン

システムにおける EGR システムのデポジット生成抑

制技術開発に、分析技術を通して寄与した。これらの

研究に加え、国際共同研究を通して、我が国とアジア

諸国などの諸外国の研究人材・技術者の育成にも貢献

している。 

研究テーマ：テーマ題目2 

 

炭素資源転換プロセスグループ 

（Hydrocarbon Conversion Process Group） 

研究グループ長：倉本 浩司 

（つくば西） 

概 要： 

 炭化水素資源から水素等のガスや化学基幹原料を製

造する高効率プロセスの構築を目的に、ガス化等の熱

化学変換、燃料電池を用いた高効率発電技術開発、ベ

ンゼン合成等の触媒転換技術の要素技術開発を行う。

具体的には、現在未利用の低品位な褐炭、汚泥等を、

流動層等の気固反応装置を用いて、水素等の化学エネ

ルギーあるいは熱エネルギーへ変換するための熱分解、

ガス化、燃焼プロセスの高度化を行う。また、ガス化

により生成した合成ガス、あるいはシェールガスのメ

タンを化学基幹原料や水素へ転換する触媒転換技術の

開発、石炭ガス化燃料電池複合発電（IGFC）プロセ

ス構築に資する燃料電池の耐久性評価技術開発等も実

施する。さらに、低炭素社会実現に資する研究開発の

必要性が高まっており、発電所から分離・回収された

炭酸ガスのメタン化プロセスの開発といった炭酸ガス

回収・利用技術開発（CCU）も推進する。 
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研究テーマ：テーマ題目3 

 

水素材料グループ 

（Hydrogen Industrial Use and Storage Group） 

研究グループ長：飯島 高志 

（つくば西） 

概 要： 

 様々な材料に与える水素の影響を明らかにすること

を目的として、水素ガス環境下での材料評価技術の確

立と、それを利用した水素材料の研究・開発を行い、

燃料電池自動車や水素ステーションなどの水素利用機

器の普及と低コスト化を促進し、経済性と信頼性を両

立させた水素エネルギー社会の実現を目指す。そのた

め、以下の課題に取り組む。1．破壊力学に基づいた

高圧水素ガス中での水素脆性評価方法を確立させ、低

合金鋼などの材料試験データを取得することで、水素

ステーション用材料としての使用の可能性を見極める。

2．室温以下での高圧水素ガス中材料試験技術を開発

し、燃料電池自動車用材料の水素適合性試験法を明ら

かにすることで、国連基準（GTR）への展開に貢献

する。3．材料と水素との関係を幅広い見地から捉え

直し、水素の吸着・解離、材料中への水素の拡散、材

料中での水素の分布と存在状態など、材料中に水素が

侵入してから材料物性に影響を与えるまでの各過程を

把握し、その全体像を理解することで、新たな水素材

料開発のための指針を明らかにする。 

研究テーマ：テーマ題目4 

 

エネルギー変換材料グループ  

（Energy Conversion Materials Group） 

研究グループ長：曽根田 靖 

（つくば西） 

概 要： 

 回生エネルギーや化学エネルギーからのエネルギー

変換・創出を推進するためには、電力貯蔵技術がそれ

らエネルギー利用の多様化と高効率化のために重要な

技術の一つであり、大規模な定置型用途から自動車・

モバイル機器への搭載用途まで、二次電池やキャパシ

タなどの電力貯蔵デバイスとして我々の社会に必要不

可欠となっている。炭素材料は、導電性や化学的安定

性などの優れた基礎的物性に加え、結晶からアモルフ

ァスにわたる構造多様性と、紛体から繊維、薄膜とい

った加工性を有することから、様々な電力貯蔵デバイ

スの電極用部材として利用されている。さらに最近脚

光を浴びる一連のナノカーボン材料の登場により、構

造的要素の精密な制御が可能になりつつあり、ナノカ

ーボン材料が持つ種々の特性を必要に応じて、いわば

テーラーメードで引き出すことで、蓄電デバイスの性

能をより高いステージへと引き上げることが期待でき

る。当グループでは、長年培ってきた炭素材料のナノ

構造制御・解析技術を活かして、電気化学キャパシタ

用高性能電極の研究開発を進めている。また、革新炭

素繊維製造プロセスの開発や、燃焼の関与するエネル

ギー変換、ハロゲン化合物、窒素化合物の挙動に関す

る研究も推進している。 

研究テーマ：テーマ題目5 

 

エネルギー触媒技術グループ 

（Energy Catalyst Technology Group） 

研究グループ長：高木 英行 

（つくば西、つくば中央第5） 

概 要： 

 未利用エネルギーの利用拡大を目的とした技術の開

発に向けて、触媒、材料工学および反応工学をベース

とした研究開発を実施している。特に、水素・エネル

ギーキャリア（アンモニア、ギ酸・メタノール等）・

メタンの高効率製造・利用技術のための新規触媒や材

料およびこれらを用いた新しいシステムの開発、バイ

オマス利用のための技術の開発、水素・エネルギーキ

ャリア・メタンを中心としたエネルギー関連技術の技

術開発課題明確化のための調査・シナリオ策定等に関

する研究に取り組んでいる。 

 エネルギーシステム・シナリオ検討については、長

期的な視点のもと、特に、水素・エネルギーキャリア

について、製造から貯蔵、輸送、利用に至るサプライ

チェーン全体を俯瞰し、開発している技術の速やかな

実用化・普及と技術課題の明確化、将来の技術課題・

シーズの発掘等を目指して、技術開発シナリオの作成

に取り組んでいる。また、低炭素化に向けたメタンを

利用した新たなエネルギーシステムの構築に向けた調

査・検討も実施している。 

 エネルギーキャリアとして期待されているアンモニ

アについて製造・利用のための触媒およびこれらを用

いたシステムの開発に関する研究を実施している。ま

た、ギ酸・CO2を利用したエネルギー貯蔵技術につい

て、基盤となる触媒の開発に関する研究を実施してい

る。 

さらに、高品質バイオディーゼル製造技術の実証化

に向け、高耐久性部分水素化触媒の開発及び安価な不

純物除去材料の開発を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目6 

--------------------------------------------------------------------------- 

［テーマ題目1］メタンハイドレートアライアンス活動 

［研究代表者］天満 則夫（メタンハイドレートプロジ

ェクトユニット） 

［研究担当者］皆川 秀紀、長尾 二郎、神 裕介、 

木田 真人、今野 義浩、山本 佳孝、

室町 実大、村岡 道弘、坂本 靖英、

米田 純、野田 翔兵、覺本 真代、 

森田 洋充（常勤職員14名、他24名） 
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［研 究 内 容］ 

 メタンハイドレート資源から天然ガスを長期的に安定

かつ経済的に採収する効率的な生産手法を開発するため

の生産技術の整備、貯留層特性の評価およびモデル構築

技術の高度化を実施すると共に、資源開発を基礎的な面

から支えるための機能活用技術の開発や外部機関などと

の連携を促進し、新たなイノベーションを創出する等を

目的にメタンハイドレート研究アライアンス事業を行っ

た。 

 資源開発の促進のための生産増進法の実フィールド適

用可能性の検討として、強減圧法の大水深海底下に存在

する砂層型貯留層への適用に関して数値解析による検討

を実施した。氷生成による生産増進効果を期待して、坑

底圧をより低く減圧したケースについても解析を行った

が、半年程度の期間では氷の生成は見られず、坑底圧を

低下させたこと以上の生産増進効果は認めらなかったこ

とを明らかにした。また、通電加熱法に関しては、室内

実験の結果から、コア中の水飽和率とガス飽和率がコア

の電気抵抗率に大きく影響することを明らかにした。 

 坑井内流動障害対策技術の開発に関しては、管内での

分解ガスと水の2相流流動場における障害として、ポン

プ内にガスが噛むことによるポンプ性能低下の発生や、

人為的操作ミスなどで坑井内の圧力が上昇した場合に坑

井内は MH が生成する条件になり、メタン気泡表面が

薄い膜状の MH で覆われる MH 被覆気泡が生成する状

況について検討した。この MH 被覆気泡が分裂した際

に発生する MH の小片がパイプラインを閉塞させてし

まう可能性が考えられるため、室内実験を行ったところ、

流速の上昇によって気泡分裂の確率が上がる傾向が示唆

された。 

 生産時の海底地盤の変形および坑井の健全性評価の解

析精度向上のため、メタンハイドレート層の力学パラメ

ータを実験的に継続して取得した。圧力を保持した状態

で力学試験が可能な可視化型の三軸試験装置を用いて、

天然コアの圧力を減ずることなく力学試験を行い、フィ

ールドにおける力学パラメータの取得を行った。また、

坑井と地層の接触面のせん断ひずみの軟化を考慮できる

モデルとしてコンプライアンス可変型の接触面モデルを

導入し、地層変形シミュレータの精度向上を図った。ま

た、長期にわたってガス生産を行った場合の広域の地層

変形挙動に関して、代表的な MH 濃集帯の特徴を擬似

的に反映した地層変形挙動解析用の数値モデルを用いて

応力、ひずみ量、地層の沈下量などに関して検討を行っ

た。解析条件として坑底圧3.0 MPa まで減圧し、3～5

年間ガス生産を行った場合の計算を実施したところ、坑

井近傍の減圧区間の変形は2年間ほどで収束する傾向に

あり、ケーシング・セメントに及ぼす影響も同様の傾向

を示した。一方、ベースパイプについては互層の泥層の

変形に遅れがあることもあり、ベースパイプに生じる塑

性ひずみに増加傾向が認められ、長期生産時においてそ

の影響に留意する必要があることが示唆された。さらに、

地震（主に海底を震源とする地震）発生によって海底地

盤が大きく滑動する海底地すべりが発生していることか

ら、MH 貯留層および周辺海底地盤の地震の安定性に

関する室内試験として、豊浦砂において繰返しせん断強

度の低下傾向が明らかになった。 

 また、機能活用技術の開発として、CO2ハイドレート

の利活用に関する検討や、ハイドレート特性に係る技術

コンサルタント等も実施した。 

 さらに、アライアンス事業として、企業、大学が参加

する生産手法開発グループを運営し、それぞれ3回の意

見交換会および進捗状況検討会を開催した。また、アラ

イアンス事業の一部として、工業化に関心の高い企業と

大学を結集した「ガスハイドレート産業創出イノベーシ

ョン」を運営し、総会のほか、講演会を開催し、産総研

成果の発信、調査情報の共有等を行い、連携を促進した。

また、大学研修生受入れ、企業への技術移転等の人材育

成を行ったほか、実験教室や依頼講演等を通じ、国民と

の対話を推進したり、他機関と連携して地方でシンポジ

ウムの企画・開催やメタンハイドレート研究に関する講

演会を開催したほか、国内のメタンハイドレート関連研

究者が一同に会した第9回メタンハイドレート総合シン

ポジウムを開催した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］メタンハイドレート、貯留層特性、生産

シミュレータ、地層変形シミュレータ、

エネルギー効率、天然ガス、生産技術、

原位置計測技術、熱特性、力学特性、圧

密特性、相対浸透率、流動障害、ガスハ

イドレート、セミクラスレートハイドレ

ート、メタン生成 

 

［テーマ題目2］未利用炭素資源からの新燃料製造技術

の研究 

［研究代表者］鳥羽 誠（未利用炭素資源グループ） 

［研究担当者］鳥羽 誠、中西 正和、村上 高広、 

安田 肇、Sharma Atul、川島 裕之、

麓 恵里、森本 正人、佐藤 信也、 

杉本 義一、松村 明光、小木 知子、 

福田 芳雄、Zheng Qingxin 

（常勤職員8名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

 バイオ系新燃料の製造・高品質化技術のキーテクノロ

ジーである触媒技術および熱化学変換技術の基盤構築と

実証化に向けた研究を通して、地球環境に優しい輸送用

燃料の社会への提供・普及に貢献することを目的とする。 

 本年度は、開発した FAME 型バイオディーゼル中の

易酸化成分である多不飽和脂肪酸メチルを、選択的に低

温流動性が良好で、比較的酸化安定性の高いモノエン酸

メチルエステルに水素化できる担持貴金属触媒の高性能
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化に取り組み、工業化設備で製造可能で、高活性かつ活

性安定性の高い触媒を開発した。 

 油糧作物や木質系バイオマスの熱分解技術開発では、

原料多様化およびコスト向上に資する原料種別のガス化

特性や副生物成分同定、タールの組成分析技術の開発を

行った。 

高い水分量と自然発火性の問題から、これまで輸送が

困難であった褐炭、亜瀝青炭等の低品位炭を高効率でク

リーンに利用する技術開発のため、触媒を用いた低温ガ

ス化に関する研究開発を行なった。この合成ガス製造技

術を商業化プロセスへ展開するため、連続式触媒ガス化

装置を用いた実証試験を行っている。 

 平成29年度は、二段流動式小型ガス化装置およびタ

ール回収装置の設計を完了した。タール回収方法、定性

分析、定量分析方法の検討を実施した。試料サンプルの

準備、試験条件（温度、ガス化剤）などを設定した。民

間企業と共同研究実施中。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］輸送用燃料、バイオ系新燃料、高品質化

触媒、バイオディーゼル、ガス化技術、

ジェット燃料、固形燃料、燃料品質確保、

褐炭、低温ガス化、触媒ガス化、合成ガ

ス製造、水素製造 

 

［テーマ題目3］熱化学転換・触媒改質技術の最適化に

よる未利用炭素資源の高品質化 

［研究代表者］倉本 浩司（炭素資源転換プロセスグル

ープ） 

［研究担当者］倉本 浩司、張 戦国、安藤 祐司、 

松田 聡、稲葉 仁、劉 彦勇、 

細貝 聡、松岡 浩一 

（常勤職員8名、他10名） 

［研 究 内 容］ 

 今後数十年も石炭や天然ガスが、一次エネルギーの大

宗であることは確実であるが、資源量の制約から現在未

利用の褐炭、シェールガス等の利用拡大が見込まれる。

これらの未利用資源の転換利用としては、発電、化学原

料製造などが想定されるが、いずれにしても CO2排出

抑制の観点から高効率化が極めて重要となる。したがっ

て、化石資源を利用しつつも、CO2排出を可能な限り抑

制する高効率転換プロセスの開発が急務である。 

 石炭の高効率利用プロセスであるガス化では、反応温

度が低い場合、石炭を完全にガスへ転換することは容易

ではなく、一部がタールとして排出されてしまい、様々

なトラブルを引き起こすため、排出低減が必須である。

そこで、石炭ガス化の残渣であるチャーと石炭タールを

種々な方式、操作条件の下で流動層反応器内にて接触さ

せることで、タールをチャーに吸着、改質させ、特に重

質なタールの排出はほぼ完全に低減可能であることを見

出した。 

 バイオガスなどを燃料として高効率に発電する技術と

して、固体酸化物形燃料電池（SOFC）発電がある。こ

れを加圧下で操作することにより発電効率向上が期待で

きる。ここでは、常圧から10気圧まで加圧が可能なチ

ューブ型 SOFC セル発電試験装置を設置し、バイオエ

タノールやバイオガスを用いた発電試験を実施した。加

圧発電時のセル内の温度分布やセル入り口付近での炭素

析出挙動などを明らかにした。 

 低炭素社会の実現に資する CCU（炭素回収・利用）

技術開発として、触媒を用いた CO2の水素化（メタネ

ーション）プロセスの構築に着手した。メタネーション

反応特性の評価に加えて、触媒の熱劣化、コンタミによ

る触媒の化学的劣化などについて実験的研究を展開した。

また、メタンからの CO2フリー水素製造プロセスの開

発にも着手し、メタンを鉄系触媒上で熱的に分解し、水

素と固体炭素に分解する際の操作条件の最適化を行った。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］石炭、ガス化、燃料電池、流動層、メタ

ン、CO2、CCU 

 

［テーマ題目4］金属材料中の水素挙動に関する研究 

［研究代表者］飯島 高志（水素材料グループ） 

［研究担当者］飯島 高志、安 白、榎 浩利、 

榊 浩司、浅野 耕太、 

Kim Hyunjeong（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

 高圧水素ガス用の耐水素脆化構造材料や、理想的な水

素吸蔵特性を有する貯蔵合金など、燃料電池自動車や水

素ステーションなどの水素利用機器への応用が期待でき

る、低コスト高性能水素材料の開発には、材料中の水素

の挙動を正確に把握する必要がある。しかし、影響因子

が多く複雑で、様々な解析手法を駆使する必要から、未

だ十分に明らかにされていない。そこで本研究では、昇

温脱離水素分析法（TDS）、陽電子消滅法、二体分布関

数法（PDF）、固体核磁気共鳴法（NMR）、高圧水素中

X 線回折法（XRD）、走査型プローブ顕微鏡（SPM）、

および高圧ガス中材料試験装置など、マクロからナノス

ケールの解析技術を複合的に組み合わせ、金属材料中の

水素の分布と存在状態、空孔・転位等の欠陥挙動への影

響とその結果としての材料特性を把握し、材料中の水素

の状態、挙動を総合的に解明することで、新規水素材料

開発のための指針を明らかにする。 

 平成29年度は、ケルビンフォース顕微鏡（KFM）、表

面段差計、AFM を用いて Pd 膜厚と表面ポテンシャル

の関係について検証を行った。また、開発した水素雰囲

気下放射光Ⅹ線全散乱法を用いて Mg 薄膜の水素吸蔵・

放出過程における局所構造変化の観察に成功した。さら

に、Mg-Mn 系材料についてナノサイズ化することで、

水素化物の不安定化し、水素吸蔵・放出温度の低温化に

成功した。 



研 究 

(34) 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］水素社会、水素材料、水素脆化、水素吸

蔵 

 

［テーマ題目5］車載用エネルギー回生用キャパシタに

関する研究 

［研究代表者］曽根田 靖（エネルギー変換材料グルー

プ） 

［研究担当者］曽根田 靖、加登 裕也、三島 寛、 

土屋 健太郎、浮須 祐二、北島 暁雄、

畑中 健志、塩田 真澄、長井 一郎、

山田 実希（常勤職員7名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 CO2排出量削減の観点から、自動車の燃費向上に向け

た規制強化が国内外で進んでおり、幅広い動力タイプの

自動車に対応可能な技術として、制動エネルギー回生シ

ステムの導入が進められており、大電流での短時間充電

に適したキャパシタが蓄電デバイスとして期待されてい

る。現在、車載用のエネルギー回生用キャパシタとして

は、電気二重層キャパシタが主として利用されているが、

供給電力量の増大やデバイスの小型化の要求に応えるた

め、デバイスの高容量化が求められている。高容量化す

るためには作動電圧の高電圧化が有効であるが、劣化を

加速する要因ともなるため、その現象解明と対策が求め

られている。本研究ではエネルギー回生用キャパシタの

高容量化の検討として、多孔質炭素電極の劣化挙動の解

明に取り組んだ。 

本年度は、現在電気二重層キャパシタの電極材料に使

用されている活性炭と、本研究室で開発し特性解析に取

り組んできた MgO 鋳型メソポーラスカーボン（MgO-

MPC）を用いて、フロート試験と呼ばれる高温高電圧

下の過酷な加速試験を行った。フロート試験によりデバ

イスの容量や抵抗などの特性が劣化するが、主として電

解液の分解により電極材料表面に固体析出物が堆積し、

電気二重層形成に必要な細孔構造を閉塞することが確認

された。キャパシタセルの正負極で析出現象が異なるこ

と、劣化前の初期特性では活性炭電極の方が MgO-

MPC より大きな比容量を示しているが、劣化の進行に

伴い逆転することや抵抗の増加の程度が異なるなど、

MgO-MPC では細孔閉塞に対する耐性が高いことを明

らかにした。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］電力貯蔵、電気二重層キャパシタ、メソ

ポーラスカーボン、フロート試験、劣化

挙動 

 

［テーマ題目6］温室効果ガス削減およびエネルギーセ

キュリティー確保に向けた新しいエネル

ギーシステム構築のための基盤研究 

［研究代表者］高木 英行（エネルギー触媒技術グルー

プ） 

［研究担当者］高木 英行、姫田 雄一郎、望月 剛久、

斉田 愛子、陳 仕元、西 政康、 

尾西 直哉、山本 恭世、井元 清明 

軽部 みゆき（常勤職員7名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 2016年5月に閣議決定された地球温暖化対策計画にお

いて、地球温暖化対策と経済成長を両立させながら、長

期目標として2050年までに80 %の温室効果ガスの排出

削減を目指すことが明記された。また、同年4月には、

内閣府総合科学技術・イノベーション会議の下で、「エ

ネルギー・環境イノベーション戦略」が取りまとめられ

ており、現在、長期目標の実現に向けた具体的な取り組

みについての検討が始まっている。温室効果ガス削減と、

エネルギーセキュリティー確保や経済効果を両立させる

ためには、これまでの延長線上だけではない、新しいエ

ネルギーシステムの提案に向けた技術開発が求められて

いる。そのためには、要素技術からのボトムアップだけ

では対応できず、バックキャスティングを含むトータル

での研究開発戦略と、それに基づく基盤研究が必要とな

る。 

本研究では、水素・エネルギーキャリアに焦点を当て

ながら、その基盤となる研究開発をソフト・ハードの両

面から実施している。本年度は、アンモニア、ギ酸（メ

タノール）およびメタンについて、その利用技術の基盤

となる触媒の研究開発を行った。その結果、アンモニア

合成触媒として、メソポーラスカーボンを触媒担体に用

いることで高い活性が発現することを見出した。また、

ギ酸・CO2を利用したエネルギー貯蔵技術について、新

たな触媒・システムを見出した。さらに、メタンを中心

としたエネルギーシステム・シナリオ検討に関する研究

を行った。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］水素、エネルギーキャリア、メタン、触

媒、シナリオ検討 

 

③【電池技術研究部門】 
（Research Institute of Electrochemical Energy） 

（存続期間：2015.4.1～） 

 

研究部門長：谷本 一美 

副研究部門長：栗山 信宏、安田 和明 

首席研究員：香山 正憲、徐 強 

総括研究主幹：小林 弘典、秋田 知樹 

 

所在地：関西センター 

人 員：45名（45名） 

経 費：995,102千円（315,960千円） 

 

概 要：  
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 持続可能な社会実現のための開発目標として国連が

定めた SDGs がわが国でも広がりを見せています。

環境や社会貢献のための投資となる ESD 投資なども

その一端と思われます。地球温暖化対策、グローバル

化による社会・経済・産業構造の変遷の中で国際的に

も着実な取組みが求められています。開発国において

も急速な発展段階を経て持続的発展への移行過程で、

それぞれの国々での国内情勢も併せて、先進国と同様

な社会保障や経済格差の課題が顕在化となり、それに

伴う意見対立が政策方針を決め難くなっています。そ

のことが、グローバル化の進む中で国際協調を難しく

している要因ともなっています。結果として、経済優

先のグローバル化のみが個別乱立的に進行して経済格

差が進むとの負のスパイラルに陥る可能性も否定でき

ない情勢です。SDGs などの共通的な課題解決に向け、

低炭素社会を目標として技術開発も求められています

が、IoT の発展の中での AI 技術の進展も、さまざま

な分野で展開が見られており、今後に期待がされます。

また、新興国での経済発展での自動車需要が高まり、

それに伴う燃料需要の対応として、2016年初め頃か

ら世界的に電気自動車への転換となる EV シフトの流

れが見えています。各国ともにこの流れは、新規産業

創生や雇用増大効果なども期待しているようにも思わ

れます。これは、エンジンからモーターによる駆動変

更だけでなく、AI 活用による自動運転や IoT による

ネットワーク接続での安全対策や利便性向上などでも

EV への大きく期待されています。さらに、低炭素社

会のための方策として、再生可能エネルギーの普及拡

大が必要である上に、それをベースとした利活用の技

術進展も現在の流れとなっています。自然条件による

出力の変動吸収、電力需要時間帯のタイムシフト対応

として、蓄電池やエネルギー貯蔵媒体への変換などが

その方策として考えられると思われます。また、

2009年からの10年間の太陽光発電余剰電力買取制度

の期限である2019年が近づいています。そのため、

家庭用の蓄電池なども今後に期待が寄せられています。

わが国の持続可能な環境調和型社会の構築と経済発展

の両立を持続可能という条件も加えて、国際的な産業

競争力の強化を目指し、グリーン・イノベーション推

進を図ることが重要と考えています。 

 上記のような社会背景とグリーン・イノベーション

推進の重要性の認識の下で、平成29年度は第4中長期

期間の5年間の3年目となりました。第4期に産総研と

して主要な位置づけとなるグリーン・イノベーション

推進に関しては、エネルギー・環境領域が主導的に推

進する組織となり、創エネ、蓄エネ、省エネのエネル

ギー開発を担っています。エネルギー環境領域の中で

電池技術研究部門は、エネルギーを高密度に貯蔵する

技術としての蓄エネルギー技術の中で、二次電池、燃

料電池など材料開発、デバイス化技術及びそれらを支

える材料基礎研究を進め、産業界への技術の橋渡しと

共にそのベースとなる革新的なシーズ創出を進めてい

ます。 

・エネルギーを高密度で貯蔵する技術開発 

・化学エネルギー貯蔵技術 

・国際競争力のある電池技術 

具体的には、家電や自動車などエネルギー需要者側に

おける省エネルギーと環境保全を目指し、蓄電池、燃

料電池などの新しい小型・移動型電源技術の研究開発

を行い、材料基礎からシステム化まで通した研究に取

り組んでいます。その中の研究開発では構成要素であ

る電極材料、電解質材料、触媒、エネルギー貯蔵材料

などの材料開発を重視するとともに、材料開発の基礎

となる材料科学や材料開発方法論等を部門のコア・コ

ンピタンスと位置付けています。さらに、社会、特に

産業界を「顧客」として位置付け、未来産業の創出は

未来社会に貢献する新産業技術シーズの提案やハイリ

スク技術の実証などの「先導的産業技術の提案」およ

び、国際標準や評価技術、寿命予測技術などの国際競

争力のバックアップとなる「産業基盤技術の提供」を

進めることを方針として考えてきました。そしてこれ

らの研究開発をバランスよくマネージメントすること

で産業界への橋渡し研究とその革新的シーズの基とな

る目的基礎研究を並行して進めて、社会・産業界の発

展に貢献したいと考えています。 

 関西地域は、製造業生産高が関東の約半分であり、

家電、繊維、医薬品などの産業が関西からの移転で、

わが国の経済規模の占める割合が十数%程度と従来に

比べて低くなっています。しかしながら、関西地域は

情報家電・電機、住宅等を支える素材産業やものづく

り産業が高いポテンシャルを持っています。また、京

大、阪大、神戸大の外に大阪府大、同志社大、立命館

大、関西大等のレベルの高いアカデミアでの当該分野

の集積は、関西地域の特徴であり、産総研における電

池技術の産学官連携の戦略拠点として、関西地域での

活動が重要と言えます。阪大、神戸大とはクロスアポ

ントメント制度の基で、大学教員と産総研の研究者が

相互の役職をもつことで連携機能を強化しています。

このような特徴ある研究開発の集積の基に、近畿経済

局、大阪科学技術センターなどの公的なコーディネー

タ機関とのネットワークを活用して、当研究部門では

ナショナル・プロジェクトや研究コンソーシアム等を

通した研究連携拠点としての役割を果たします。特に

蓄電池などの蓄エネルギー技術分野では、技術研究組

合リチウムイオン電池材料評価研究センター

（LIBTEC）と連携して、平成29年度は全固体電池

に係る NEDO 先導研究プロジェクトを実施しました。

これらの活動を通して、蓄電池の開発拠点の強化を図

り、関西地域の産業競争力の向上に貢献するとともに、

わが国の産業競争力強化に貢献する役割も担っていま
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す。 

--------------------------------------------------------------------------- 

外部資金： 

国立大学法人東京大学 

「次世代の産業を支える新機能デバイス・高性能材料の

創成（サブ課題 E 高信頼性構造材料）」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「固体高分子形燃料電池利用高度化技術開発事業／普及

拡大化基盤技術開発／先進低白金化技術開発」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「酸化物系全固体二次電池実現のブレークスルーとなる

固固界面制御技術開発」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「熱安全性に優れた革新的な全固体有機蓄電池の創製」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「革新型蓄電池実用化促進基盤技術開発」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（ALCA） 

イオン液体中でのリチウムデンドライト成長の抑制と保

護層への適用 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（ALCA） 

「粉末焼結プロセスを用いた酸化物バルク型全固体電池

の創成」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（ALCA） 

「②シート型フルセルの作製における多層化検討」 

「②蓄電池基盤プラットフォーム」 

  

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（ALCA） 

「ゼロソルベントによる新規電解質の開発」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（ALCA） 

「新規硫黄炭素コンポジット正極材料を用いた全電池作

製」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 研究成果展開事業 

産学共創プラットフォーム共同研究推進プログラム 

「イオン移動マネジメントシステムの構築」 

 

文部科学省および独立行政法人日本学術振興会 科学研

究費補助金 基盤研究（B） 

「分子／界面の構造機能解析に立脚した新規錯体系電極

触媒の開発」 

 

文部科学省および独立行政法人日本学術振興会 科学研

究費補助金 挑戦的萌芽研究 

「超音波接合による水素吸蔵 Mg/Cu 超積層体の開発原

理」 

 

文部科学省および独立行政法人日本学術振興会 科学研

究費補助金 特別研究員奨励費 

「高性能液体化学水素キャリアの研究」 

 

文部科学省および独立行政法人日本学術振興会 科学研

究費補助金 特別研究員奨励費 

「ポーラス炭素の精密構造制御と高効率エネルギー貯蔵

の研究」 

 

文部科学省および独立行政法人日本学術振興会 科学研

究費補助金 基盤研究（C） 

「極強加工と水素誘起分解再結合を利用した高機能積層

型水素吸蔵合金の開発」 

 

文部科学省および独立行政法人日本学術振興会 科学研

究費補助金 若手研究（B） 

「リチウムの化学状態を評価する電子分光手法の研究」 

 

文部科学省および独立行政法人日本学術振興会 科学研

究費補助金 特別研究員奨励費 

「高機能性エネルギー貯蔵材料としての多孔質炭素の研

究」 

 

文部科学省および独立行政法人日本学術振興会 科学研

究費補助金 研究活動スタート支援 

「表面化学現象の第一原理計算におけるスピン混入誤差

の補正技術確立とその影響の解明」 

 

文部科学省および独立行政法人日本学術振興会 科学研

究費補助金 基盤研究（A） 

「放射線によるナノ粒子材料創成のその場観察と機能材

料の実用化」 

 

文部科学省および独立行政法人日本学術振興会 科学研

究費補助金 基盤研究（B） 

「真空電気化学 AFM によるリチウムイオン蓄電池電極

界面の原子レベルオペランド計測」 

 

発 表：誌上発表61件、口頭発表168件、その他17件 

--------------------------------------------------------------------------- 
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ナノ材料科学研究グループ 

（Materials Science Research Group） 

研究グループ長：田中 真悟 

（関西センター） 

概 要： 

 持続可能社会を支える高効率でクリーンなエネルギ

ー貯蔵・利用技術として、高性能な蓄電池、燃料電池

等の開発が求められている。そのためには、ナノ界面

機能（電極や電解質、触媒等）を活用した優れた機能

材料の開発が不可欠である。微視的な構造や現象を原

子・電子レベルから解明し、そのメカニズムを明らか

にすることは、機能材料の飛躍的な高性能化や優れた

新規材料の開発を可能にする。当グループでは、「電

子顕微鏡」や「走査プローブ顕微鏡」などナノ・ミク

ロ解析技術と「第一原理計算」や「分子動力学計算」

「モンテカルロ計算」など計算科学との連携・融合に

よる「ナノ材料科学」の立場から、こうした課題に取

り組み、ユニットの研究開発の基盤を支えるとともに、

ナノ材料科学のフロンティアを切り拓いていく。材料

開発においては、当グループの精密構造解析技術とコ

ンビケムを例とする迅速評価技術との連携・融合によ

る新しい材料開発方法論「マテリオミクス」の確立を

図る。また、近年活発に研究開発や実装化が試みられ

ているデータ科学などにも展開する試みを行なってい

る。以上から、当ユニットの目的基礎研究の一翼を担

い、ユニットのコア技術の醸成を図っている。 

 

エネルギー材料研究グループ 

（Research Group of Functional Materials of Energy） 

研究グループ長：齋藤 唯理亜 

（関西センター） 

概 要： 

 本研究グループでは、公的資金プロジェクトや企業

の資金提供型共同研究のなかで、電池材料やデバイス

に関する基礎から応用に至る研究開発を実施している。

リチウム電池・新型電池やキャパシタの新規電極・電

解質材料の開発と電解質やセパレータ等の物性評価、

電池デバイスの性能評価を行っており、具体的な成果

は次のとおりである。 

1）高エネルギー密度を実現するため金属負極を用い

た二次電池系に着目し、電解質として、溶媒を含まな

いイオンのみからなる電解質系であるゼロソルベント

に集中して研究を推進し、アニオンがキャリアとなる

電池系の検討を進め、TFSA―が高電位で作動するこ

とを確認できた。グラファイト合剤電極の組成やイオ

ン液体のゲル化などがサイクル特性に大きく影響する

ことを見出した。 

 高い理論容量が期待される金属塩化物である BiCl3

について検討し、電解液にブチルメチルイミダゾリウ

ム（BMI）と TFSA からなる汎用イオン液体に

BMICl を加えた電解液を用いることで、Mg 金属負

極ならびに BiCl3合剤正極が理論電位で作動すること

を確認した。 

2）マイクロ電池の実現を目指した研究では、空隙内

のイオン移動機構の解明を図る目的として、ポリエチ

レン粒子の圧縮膜に電解液を浸潤させたもの、また、

ポリエチレン粒子と電解液とを混錬したものについて、

インピーダンス法によるイオン導電率測定と NMR 法

による拡散係数測定を行い、圧縮膜の空隙率は約

42 %であり、既存のセパレータ膜に近い値であるが、

拡散挙動は強い制限拡散傾向を示しており、セパレー

タ膜内の経路構造ほどの均質性がないことが明らかに

なった。 

3）高性能化学的水素貯蔵技術の研究では、化学水素

キャリアとして高い可能性を持つヒドラジン水和物の

優れた性質に着目し、研究を進め、窒素ドープグラフ

ェンを担体に用いた PtNi 触媒を新たに合成し、ヒド

ラジン水和物の分解反応において高い触媒活性を有す

ることを見出した。 

 

新エネルギー媒体研究グループ 

（New Energy Carrier Research Group） 

研究グループ長：竹市 信彦 

（関西センター） 

概 要：  

 携帯電話から電気自動車に至るまで、二次電池など

に対する要求は、エネルギー密度や安全性、高寿命、

低コスト、資源・環境に対する配慮など、あらゆる面

において今後も増加する傾向にある。当グループでは、

現行の電池では実用化されていないものの、上記の電

池に対する要求に応える鍵となるべき材料・物質の探

索・開発を行っている。例えば、現行のリチウムイオ

ン電池に多用されているコバルトなどの希少遷移金属

を含む無機材料を、有機物に置き換えることができれ

ば、省資源や低コスト化に繋がり得る。また、リチウ

ムも資源の偏在などの問題があり、ナトリウムで代替

できれば資源量の制約からは逃れられる。二価のイオ

ンであるマグネシウム等を上手く利用できれば電池の

高エネルギー密度化が図れると考えている。以上のよ

うに、当研究グループでは、既存の電池材料に代わる

新しい材料系の可能性を追究している。今年度の成果

は、以下の通りである。 

（1）リチウムに代えてナトリウムを用いた電気化学

デバイスの開発をすすめ、高性能なナトリウム正極材

料の開発に成功した、（2）希少資源を含まない有機

物による二次電池開発をすすめ、現行の無機酸化物の

容量を超える高性能材料の開発に成功した、（3）新

しい電気化学デバイス構築にむけ、他分野で使用され

ている技術を用いた電極作製を実施した。 
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蓄電デバイス研究グループ 

（Advanced Electrochemical Device Research Group） 

研究グループ長：小林 弘典 

（関西センター） 

概 要： 

 電動クリーンエネルギー自動車の利便性向上による

さらなる普及のため、また、高効率でのエネルギーマ

ネージメントが可能となるスマートシティ／スマート

コミュニティ実現のためには、十分な信頼性・安全性

を兼ね備えた高エネルギー密度の蓄電池が必須である

ことから、当研究グループでは、「（1）次世代型二次

電池のデバイス化に向けた技術開発」、「（2）高性能

電極活物質・固体電解質材料の研究開発」並びに

「（3）リチウムイオン電池（LIB）の評価技術開発」

に取り組んでいる。（1）に関しては、新型蓄電デバ

イスである無機全固体電池の研究開発に注力してきて

おり、硫化物系ではシート型全固体電池を作製し、

210 Wh/kg のエネルギー密度を実証した。また、酸

化物系ではナシコン系固体電解質を用いることで

25 ℃での電池作動を確認した。（2）に関しては、鉄

系の金属多硫化物で添加剤、表面被覆及び電解液の適

切な選択によりサイクル特性が大幅に改善されること

を見出した。また、カーボン負極でバルク型電池が作

製可能な新規酸化物系固体電解質の開発に成功した。

（3）に関しては、車載用 LIB の残存性能評価手法高

度化に資するべく蓄積したデータ解析を進めることで、

劣化メカニズムを明らかにするとともに、他の用途へ

の残存性能評価手法の適用を試みた。 

 

次世代蓄電池研究グループ 

（Advanced Battery Research Group） 

研究グループ長：鹿野 昌弘 

（関西センター） 

概 要： 

 ハイブリッド自動車や電気自動車等の電動車両の動

力源、出力変動の大きな再生可能エネルギーの安定化

電源など様々な用途で蓄電池への期待が高まっている

中、次世代蓄電池の開発が重要になっている。当研究

グループでは、「信頼性・安全性の向上」「高エネルギ

ー密度」「高出力密度」「低コスト」など様々な課題に

応えた次世代蓄電池を実現するため、金属・合金系負

極、高電位酸化物系正極、多電子反応電極などの高エ

ネルギー密度材料の開発に加え、電極と電解質界面の

制御技術に関する研究を進めてきた。金属系負極につ

いては、非水系電解液で得られた知見を拡張し、溶媒

和イオン液体系や高濃度電解液系についてのデンドラ

イト状金属の析出についての測定法を確立し、高電流

密度におけるデンドライト抑制を確認した。高電位酸

化物系正極については、高エネルギー密度材料として

活用するための電解液との界面モデルについて検討し、

充放電の電位範囲と正極活物質表面での副反応との相

関を見出だした。高エネルギー密度を有する革新的な

二次電池の開発も進めており、コンバージョン型のフ

ッ化物材料については、その材料劣化機構を前年度よ

りさらに明確化し、電解液の最適化などによりサイク

ルの特性向上を進めた。 

 

電池システム研究グループ 

（Battery System Research Group） 

研究グループ長：栗山 信宏 

（関西センター） 

概 要： 

 本研究グループでは、企業との資金提供型共同研究

と公的資金プロジェクト研究を主体として、電池材料

やデバイスに関する基礎から応用に至る研究開発を実

施している。リチウム電池や新型電池の新規電極・電

解質材料などの開発とその物性評価、電池デバイスで

の性能実証と安全性評価を行っており、具体的な成果

は次のとおりである。1）試加圧炭酸ガスを用いるこ

とにより、高容量なリチウム遷移金属酸化物系正極に

ついて開発した水系での製造方法について、その機構

解明を行った。2）イオウ系正極、シリコン系負極と

ホウ水素化物系電解質を用いて簡便に全固体電池を作

製する方法を開発した。 

 また、ニッケル・マンガン・コバルト（NMC）正

極に代替可能な正極材料として Co を含まないニッケ

ルマンガン系正極を共沈―焼成法により開発し、酸化

物イオンレドックスを用いることにより、200 mAh/g

近い充放電容量と高いサイクル特性を有することを見

出した。 

 さらに、燃料電池・水素・蓄電技術の円滑な社会へ

の普及を目指して、それら各技術に関わる材料及び応

用システムの標準化・規制整備・安全性確保に資する

基礎データの取得を推進している。燃料電池技術に関

しては、日本電機工業会と連携し、標準化に関与した。

水素を活用した脱硝技術の研究開発と水素製造用改質

反応触媒の研究開発を行った。蓄電池技術に関しては、

つくばイノベーションアリーナ推進室と連携し、蓄電

池基盤プラットフォームとして電池材料及び電池構造

評価に資する研究基盤を整備し、運営に参画している。 

 

次世代燃料電池研究グループ 

（Advanced Fuel Cell Research Group） 

研究グループ長：五百蔵 勉 

（関西センター） 

概 要： 

 次世代の燃料電池に資する新技術やその派生技術に

関する基礎技術研究を進めるとともに、新たなコンセ

プトの萌芽的研究テーマに取り組んでいる。（1）昨

年度見出した、白金触媒表面に吸着させることで白金
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の酸素還元活性（質量活性）が向上する有機材料（テ

トラアザポルフィリン系分子等）は、Pt/Pd コアシェ

ル触媒のような高活性触媒に対しても、Pt 触媒同様

の高い活性向上効果を有することがわかった。（2）

固体高分子形水電解セル用アノード触媒として、

Ir/Ti4O7触媒を用いることより、0.2 mgIr/cm2の低担

持量でも1 A/cm2で1000時間以上安定に作動可能であ

ることを明らかにした。（3）亜鉛－空気電池の可逆

空気極に関して、アニオン交換膜等の隔膜なしでも電

解液の漏洩なく作動する非炭素系空気極を作成し、充

放電サイクルが可能であることを確認した。 

 その他、酸化物担体を用いた耐酸化性燃料電池触媒

の開発、固体高分子形燃料電池－水電解可逆セルの開

発、金属錯体系耐 CO 触媒材料の開発、アルカリ型燃

料電池触媒の開発、非白金錯体系酸素触媒材料の開発

等を行った。 

 

④【省エネルギー研究部門】 
（Research Institute for Energy Conservation） 

（存続期間：2015.4.1～） 

 

研究部門長：宗像 鉄雄 

副研究部門長：竹村 文男 

首席研究員：周 豪慎 

総括研究主幹：丸山 茂夫、嘉藤 徹、堀田 照久 

 

所在地：つくば東、つくば中央第2、つくば中央第5、 

    つくば西 

人 員：43名（43名） 

経 費：992,893千円（393,731千円） 

 

概 要：  

１．ミッションと目標 

 省エネルギー研究部門は、限りある地球のエネル

ギー資源の持続的有効利用と温室効果ガス排出量削

減を目標に、省エネルギー技術、高効率エネルギー

変換技術等の研究開発を通して持続発展可能な社会

の実現、産業競争力の強化に資するグリーンイノベ

ーションの実現を目指す。目的基礎から橋渡し研究

まで精力的に取り組み、技術研究組合やコンソーシ

アム、各種共同研究等を通して企業への橋渡しを図

る。 

 

２．主要研究項目と研究推進手段 

 「乾いた雑巾」に例えられるくらい日本の省エネ

は進み、省エネ大国とも言われているが、新規の材

料、装置、システム等を組み合わせることで、更な

る省エネが可能であると考え、特にエネルギー消費

の伸びが著しい民生部門や運輸部門での燃料や熱の

効率的な利用を中心に、熱エネルギー・電気エネル

ギー・化学エネルギーの省エネのための研究開発を

幅広く実施する。 

  省エネルギー研究部門では、下記3つの研究開発

課題を中心に、8研究グループ・3研究ラボの体制

で、大学や民間企業との共同研究も含め進める。 

（1）燃料および燃焼の基盤技術の研究開発 

 クリーンディーゼル車向け高効率エンジン燃焼の

ための基盤技術の研究開発を中心に、次世代エンジ

ンシステムの実用化に資する研究、CO2排出削減を

目指し、福島再生可能エネルギー研究所と連携し、

アンモニア混焼技術の実証実験や機能デバイスの開

発を行う。内部連携研究ラボ「次世代自動車エンジ

ン研究ラボ」を立ち上げ、エネルギー・環境領域内

外の連携を図りつつ研究開発を推進する。 

 本研究項目を主に担当する研究グループはエンジ

ン燃焼排気制御グループとターボマシングループで

ある。 

（2）未利用熱を有効活用する技術の研究開発 

未利用熱を有効活用する熱電変換等による排熱

利用技術および革新的な熱マネジメント技術の研究

開発を中心に、工場や自動車からの排熱回収発電技

術としての熱電材料の材料開発・モジュール化から

評価技術までの開発、電力・水素の高効率変換・貯

蔵・利用技術の開発、蓄熱・熱輸送などの要素技術

と熱の需給のミスマッチを解消するトータルシステ

ム技術の開発、等を行う。 

本研究項目を主に担当する研究グループは熱電

変換グループ、熱流体システムグループと熱利用グ

ループである。 

（3）革新的エネルギー技術の研究開発 

 一次エネルギーからの高効率電力変換技術の開発、

電力・水素など二次エネルギー間の変換技術・貯

蔵・利用技術の開発、および物理化学現象の解明を

通した高効率なエネルギー貯蔵・変換デバイスの開

発、等を行う。内部連携研究ラボ「固体酸化物エネ

ルギー変換先端技術ラボ」を立ち上げ、エネルギ

ー・環境領域内外の連携を図りつつ、研究開発を推

進する。 

 本研究項目を主に担当する研究グループはエネル

ギー界面技術グループ、燃料電池材料グループ、エ

ネルギー変換・輸送システムグループである。 

 また、上記（1）～（3）の他、東京大学とのク

ロスアポイントメント制度を活用した外部連携研究

ラボ「エネルギーナノ工学研究ラボ」を設立し、ナ

ノ材料合成技術と微細加工による表面創製技術等を

融合し、革新的なエネルギーデバイスの技術領域を

確立する等、新たな展開やブレークスルーをもたら

す革新的・萌芽的エネルギー技術の研究にも積極的

に取り組み、若手人材の育成を行うとともに次世代

プロジェクトの芽を育てる。 
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--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金： 

「領域を超越したエンジンシステム研究拠点整備」 

「温度変化で発電するモバイル発電器」 

「熱電発電モジュールの仕様の標準化」 

 

外部資金： 

経済産業省 

エネルギー対策特別会計 

エネルギー需給構造高度化対策費 

エネルギー使用合理化設備導入促進対策調査等委託費 

「平成29年度革新的なエネルギー技術の国際共同研究開

発事業（クリーンエネルギー技術開発）「低毒性・超高

効率熱電変換デバイスの開発」」 

「平成29年度革新的なエネルギー技術の国際共同研究開

発事業（過酷温度環境作動リチウムイオン二次電池の開

発）」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「固体酸化物形燃料電池等実用化推進技術開発/固体酸化

物形燃料電池の耐久性迅速評価方法に関する基礎研究」 

「エネルギー・環境新技術先導プログラム／革新的ナノ

スケール制御による高効率熱電変換システムの実現」 

「高温超電導実用化促進技術開発／高磁場マグネットシ

ステム開発／高温超電導高安定磁場マグネットシステム

技術開発」 

「エネルギー・環境新技術先導プログラム／未踏チャレ

ンジ2050／磁気－熱－電気間相互作用の体系的解明と新

原理デバイスの開発」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 

戦略的創造研究推進事業（CREST） 

「「海洋生態系の酸性化応答評価のための微量連続炭酸

系計測システムの開発」にかかる、性能評価・微量計測

システム開発」 

「自己組織化ナノ液晶高分子の精密構造評価と二次電池

電解質への応用」 

「平面配位を有する物質の結晶構造解析及びフォノンの

研究」 

戦略的創造研究推進事業 (先端的低炭素化技術開発 )

（ALCA） 

「50kW 級全超伝導モータ用希土類系高温超伝導固定子

巻線の開発」 

「過電圧の低い正極触媒の開発」 

SIP（戦略的イノベーション創造プログラム）「革新的燃

焼技術」 

「誘電体バリア放電を用いた予混合気の燃焼促進法の開

発」 

国際科学技術共同研究推進事業（戦略的国際共同研究プ

ログラム）（SICORP） 

「燃料電池内水分バランスの最適化」 

戦略的創造研究推進事業（先端的低炭素化技術開発）

（ALCA） 

「燃料電池性能および電極反応および過電圧の解析」 

 

独立行政法人日本学術振興会  

平成29年度二国間交流事業共同研究 

「層状構造における効果的フォノン散乱を利用した高効

率熱電カルコゲナイドの開発   

 

環境省 

「平成29年度排出ガス後処理装置の性能低下 メカニズ

ムに関する原因究明並びに触媒活性評価試験業務」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

「メソクリスタルナノワイヤーおよび単結晶ナノワイヤ

ーの作製と高性能二次電池材料開発」（基盤研究（C）） 

「硬・軟 X 線光電子分光による二次電池電極材料の電子

状態と電極性能との関連性の解明」（若手研究（B）） 

「リング型プラズマアクチュエータを用いたタービン翼

列先端漏れ流れの能動制御」（基盤研究（B）） 

「1000 ℃の高温ガス流動の温度速度同時可視化法」（基

盤研究（B）） 

「結晶化抑制分子の選択的吸着による臭化リチウム水和

物結晶の粗大化及び成長抑制（基盤研究（B）） 

「アニオン交換膜水電解におけるイオン置換メカニズム

の解明」（基盤研究（C）） 

「自己修復可能な絶縁層を有するプラズマアクチュエー

タ」（挑戦的研究（萌芽）） 

「空気中の二次元圧力分布可視化を実現する機能性中空

マイクロカプセル」（挑戦的研究（萌芽）） 

「CO2湧出口における造礁サンゴからソフトコーラルへ

の群集シフト」（基盤研究（A）） 

「ナノスケール制御によるナノワイヤー熱電変換素子の

巨大ゼーベック効果発現と機構解明」（基盤研究（B）） 

 

発 表：誌上発表177件、口頭発表286件、その他13件 

--------------------------------------------------------------------------- 

熱流体システムグループ 

（Thermofluid System Group） 

研究グループ長：中納 暁洋 

（つくば東） 

概 要： 

持続発展可能な社会の実現、及び産業力強化に資す

るグリーンイノベーションの実現のため、熱工学、流

体工学、燃焼工学等を駆使した省エネルギーに寄与す

る研究開発、及び要素技術開発を推進している。部門

ポリシーステートメントの革新的な熱マネジメント技

術、及び萌芽的な研究開発を念頭に、液体水素利用技

術開発、低コスト・高効率水電解装置の開発、プラズ
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マによる流体制御を駆使した省エネルギー技術開発、

及びプラズマ支援燃焼による革新的動力機器開発等を

推進している。また、民間企業との共同研究を積極的

に展開して技術の橋渡しを図ると共に、研究人材・技

術者の育成に貢献している。  

研究テーマ：テーマ題目1 

 

熱利用グループ 

（Thermal Energy Applications Group） 

研究グループ長：稲田 孝明 

（つくば東・西） 

概 要：  

 再生可能エネルギー、人工排熱等の未利用エネルギ

ーの活用を促進し、高効率のエネルギー供給とエネル

ギー利用効率の向上を図った豊かで環境に優しい低炭

素社会の実現を目指して、蓄熱、熱輸送等の要素技術

や計測制御技術、およびそれらを活用した熱利用シス

テム、熱マネジメント技術を研究開発し、社会・産業

界への橋渡しに資することをグループの目標とする。 

 具体的なテーマとして、固体酸化物形燃料電池

（SOFC）の高度熱利用技術に関する研究、未利用熱

エネルギーの革新的活用技術の研究、熱流体計測・応

用システムの研究を実施する。また、未利用熱の排出

と熱の需要の時間的、空間的な不一致を解消するため

の熱機器および熱管理技術を開発する。 

研究テーマ：テーマ題目2 

 

熱電変換グループ 

（Thermoelectric Energy Conversion Group） 

研究グループ長：山本 淳 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 熱電変換は特殊な半導体や金属（熱電材料）を用い

て熱エネルギーと電気エネルギーを直接変換する技術

である。熱電材料に温度差を与えると起電力が発生す

る効果（ゼーベック効果）を用いた温度差発電応用や、

逆に熱電材料に電流を流すことで生じる吸熱効果（ペ

ルチェ効果）を用いた冷却技術・熱マネジメント技術

応用が期待されている。 

 熱電変換においてエネルギー変換効率は、熱源の温

度と熱電材料の性能に大きく依存する。またシステム

の成立性は熱源や冷熱源との熱交換効率や、熱電モジ

ュールの設計に影響される。このため実用化のために

は熱電材料から熱電モジュールの試作とその正確な性

能評価、高温と低温の熱源との熱交換方法など幅広い

研究開発が必要である。 

 当グループでは、未利用熱を効率よく電気エネルギ

ーとして回収するための高性能熱電材料と熱電モジュ

ールの開発を進めている。基礎物性解明と新原理を用

いた革新的高性能熱電材料の開発、発電システムの経

済性改善のため高効率かつ安価な元素から構成される

熱電モジュールの開発、耐久性をもつ熱電モジュール

構造、発電ユニット構造の開発、長時間使用したとき

の劣化モードの調査や加速試験の方法も含め、熱電モ

ジュールの性能評価技術の開発を実施している。 

 

エネルギー界面技術グループ 

（Energy Interface Technology Group） 

研究グループ長：松田 弘文 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 電力エネルギーの貯蔵／利用を行う二次電池デバイ

スは、従来の携帯機器用途から、電気自動車等への搭

載による運輸部門の低炭素化、定置用途による再生可

能エネルギー発電電力の平準化等による電力エネルギ

ー利用の高効率化にむけ利用場面の飛躍的な拡大と、

それに伴う二酸化炭素排出量の大幅な削減が期待され

ている。 

当グループでは、材料界面を通して物質と電荷を交

換する物理化学現象により動作する二次電池デバイス

を対象に、放射光等の先端計測技術を用い、結晶構造、

電子状態、電気化学的挙動、熱挙動等に注目した基礎

的な電池材料評価を行い、貯蔵機構や劣化機構解明を

目指した研究を実施している。また、材料合成技術を

駆使した新たな界面構造やナノ構造の付与により高効

率な界面現象の発現を実現するナノ構造の構築と材料

開発指針の獲得を目指している。 

 当グループの目標は、高容量と高出力特性を併せ持

ち用途拡大の要請に適応し、特性劣化を克服して使用

環境の拡大にも適応する、革新的な高性能二次電池の

開発である。これらの研究開発を効率的かつ効果的に

遂行するため、国内外の機関との連携を推進している。 

研究テーマ：テーマ題目3 

 

燃料電池材料グループ 

（Fuel Cell Materials Group） 

研究グル―プ長：山地 克彦 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 固体酸化物形燃料電池（SOFC）の耐久性・信頼性

の向上は、商用化・本格普及のために重要な技術課題

である。当グループでは、SOFC セル・スタックの

耐久性・信頼性の向上に関する研究開発を主として行

っており、スタックメーカー及び大学等と協力しなが

ら、その劣化機構解明・耐久性向上を推進している。

10年（9万時間）以上の耐久性を確保するためには、

微少な化学変化や不純物反応挙動を詳細に捉える必要

がある。そこで、微量成分の検出感度が高い二次イオ

ン質量分析法（SIMS）、結晶相の微妙な変化を検知

できる顕微ラマン分光法などを適用し、構成部材・材
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料の特定部位での変化を詳細に分析し、劣化機構を解

明している。実機試料に含まれる微量成分を ppm レ

ベルで分析し、劣化に及ぼす影響を明らかにするとと

もに、不純物による加速劣化試験法も検討している。

また、劣化機構・反応機構をより詳細に解明するため

の新規分析・解析法の検討も行なっている。さらに、

次世代 SOFC への適用を志向した材料基礎研究、

SOFC の応用技術である固体酸化物形電解セル

（SOEC）に関する基礎研究も実施している。 

研究テーマ：テーマ題目4 

 

エネルギー変換・輸送システムグループ 

（Energy Conversion and Transportation System 

 Group） 

研究グループ長：佐藤 縁 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 地球温暖化、化石燃料の枯渇等の課題に対し、省エ

ネルギー・節電対策の抜本的強化、再生可能エネルギ

ーの導入・普及の最大限の加速と出力変動対策、環境

負荷に最大限配慮した化石燃料の有効活用等が求めら

れている。 

 当グループでは、一次エネルギーの電力への変換技

術、電力・水素など二次エネルギー間の変換技術・貯

蔵・輸送技術に対し、固体酸化物形燃料電池、水素・

合成ガスを生成する高温水蒸気電解セル、電力貯蔵用

レドックスフロー電池等の電気化学デバイスとこれら

を効率的に接続するための超電導応用機器などの技術

開発を進めている。さらに各々の過程において、省エ

ネルギー・エネルギー有効利用の加速を目指し研究を

推進し、次世代エネルギーネットワークの構築を先導

していくための研究を実施している。 

研究テーマ：テーマ題目5、6 

 

ターボマシングループ 

（Turbomachinery Group） 

研究グループ長：壹岐 典彦 

（つくば東・西） 

概 要： 

 分散エネルギーネットワークを支える重要な要素技

術として（1）各種タービンシステム、（2）デバイ

ス・制御技術、（3）プロセス技術などの研究開発を

行っている。これらの課題に取り組みながら化石資源

依存度を抑制しつつ自然エネルギーを取り込んでいく

最適な方法を模索している。（1）各種タービンシス

テムとしては、再生可能エネルギーが大量に導入され

ることを想定して、その際に適したターボ機械のシス

テムについて研究開発に取り組んでいる。（2）デバ

イス・制御技術としては、ターボ機械を出口として想

定して取り組んでいる。流れの能動的制御に関して、

誘電体バリア放電プラズマアクチュエータ（DBD-PA）

の開発を進めており、減速領域にできる剥離の抑制に

ついて研究している。更にターボ機械の漏れ流れを減

らす新しいプラズマアクチュエータを考案し、開発を

進めている。無人飛翔体の空力技術についても取り組

んでいる。（3）ターボ機械に関わる材料・プロセス

技術に取り組んでおり、サスペンションプラズマ溶射

技術を始め、セラミック基複合材料（CMC）等につ

いて研究開発を進めている。 

研究テーマ：テーマ題目7 

 

エンジン燃焼排気制御グループ 

（Engine Combustion and Emission Control Group） 

研究グループ長：内澤 潤子 

（つくば東） 

概 要： 

  競争前領域の共通課題等、自動車業界のニーズを正

確に捉え、エンジン燃焼と排出ガス浄化に関する先進

技術の開発に向けた基礎的および先導的研究を行う。

この延長として、当グループ並びに産総研内関連ユニ

ットの技術ノウハウを集約・発展させ、自動車メーカ

と協力してエンジンシステムの高効率化及び環境適合

技術のスピードアップを図る。また、次世代エンジン

システムの実用化に資する研究開発を実施し、運輸部

門の石油依存度や CO2低減に貢献する。さらに、自

動車燃料に係わる国内外標準化を継続的に推進する。

（1）産業ニーズ対応型エンジンシステムの基盤研究 

① EGR デポジット生成メカニズムの解明、② X 線

技法による燃料噴霧詳細解析、③ 排出ガス浄化シス

テムの動作および劣化挙動予測技術の研究開発、④触

媒の貴金属使用量大幅低減化に関する研究、（2）次

世代エンジンの実用化に資する研究開発、① 高性能

ジメチルエーテル（DME）自動車、② 革新的噴霧・

着火・燃焼技術、（3）自動車燃料の標準化研究開発 

① バイオ燃料（バイオエタノール、バイオディーゼ

ル燃料）の国内外標準化、② DME 燃料の国内外標

準化。 

研究テーマ：テーマ題目8 

 

次世代自動車エンジン研究ラボ 

（Collaborative Engine Research Laboratory for Next 

 Generation Vehicles ） 

研究ラボ長：小熊 光晴 

（つくば東・西・つくば中央第3・中央第5） 

概 要： 

 自動車用エンジンは、燃料、燃焼、動力の発生、気

体の流動、排気ガスの処理、温度・濃度の計測、全体

システムの制御といった多岐にわたる分野が集積した

システムである。当研究ラボは、自動車技術に関する

競争前領域の研究課題に対し、オール産総研として英
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知を結集して積極的に取り組み、日本の産業競争力強

化に貢献する。具体的には、国内自動車メーカが直面

している「競争前領域」の「共通課題」について、産

総研の技術ノウハウを集約・発展させて解決を目指し、

自動車メーカと協力してエンジンシステムの環境適合

技術のスピードアップを図る。また、自動車燃料に係

わる国内外標準化を継続的に推進する。これらを通じ、

技術者の育成に貢献し、エンジンシステム研究に関す

るイノベーションハブとして機能することを目指す。 

 

エネルギーナノ工学研究ラボ 

（Energy NanoEngineering Research Laboratory） 

研究ラボ長：丸山 茂夫 

（つくば東・つくば中央第2） 

概 要： 

 第4期の産総研の取組みとして、企業への橋渡しの

実現が強く求められている一方、企業への橋渡しを継

続的に実施するためには、常に新しいアイデアを生み

出し、アカデミックな視点においても光る基礎研究に

対しても十分な力を注ぐ必要がある。東京大学大学院

工学系研究科機械工学専攻の丸山茂夫教授を産総研ク

ロスアポイントメントフェローとして招聘するにあた

り、新たな研究の場を醸成するためのエネルギーナノ

工学ラボを東京大学と共同で設立した。 

 本研究ラボでは、若手人材育成を重要課題として取

り組むとともに、領域内外の他部門や他センター、外

部機関との連携も図る。研究課題としては、単層カー

ボンナノチューブ薄膜などのナノ材料創成技術によっ

て、ナノチューブ薄膜を正極透明電極かつキャリア輸

送層としたペロブスカイト型太陽電池や有機薄膜太陽

電池などの開発を実施している。また、ナノ材料合成

技術と微細加工による表面創製技術、熱電発電技術、

マイクロ流動可視化技術、ミクロ結晶制御技術を融合

することで、革新的なエネルギーデバイスの技術領域

を確立する。 

 

固体酸化物エネルギー変換先端技術ラボ 

（Advanced Technology Laboratory for Solid-State 

Energy Conversion） 

研究ラボ長：堀田 照久 

（つくば中央第2、第5、つくば西、中部センター） 

概 要： 

 化学・熱・電気エネルギーを高効率にフレキシブル

に変換できる電気化学デバイスとして、イオンを透過

させる固体電解質を使った固体酸化物形燃料電池

（SOFC）や高温水蒸気電解（SOEC）があげられる。

本ラボでは、このような固体電解質を使った革新的な

電気化学デバイスを創製する研究開発を推進するため、

領域や部門の垣根を超えて、つくばセンターと中部セ

ンターの研究者をバーチャルに結集させて課題解決に

取り組んでいる。企業・大学10機関以上と産総研と

で設立した、「固体酸化物エネルギー変換先端技術コ

ンソーシアム（ASEC）」において、中心的に研究活

動をおこなっており、従来の SOFC より10倍高い発

電出力や電極反応速度を目指す部材・材料開発を行っ

ている。また、ASEC コンソーシアムでの研究より

も広範囲な、萌芽的・革新的な研究にも取り組んでお

り、将来の当該技術の普及・拡大のための重要研究を

推進している。 

--------------------------------------------------------------------------- 

［テーマ題目1］熱流体システムに関する研究 

［研究代表者］中納 暁洋（熱流体システムグループ） 

［研究担当者］中納 暁洋、伊藤 博、瀬川 武彦、 

高橋 栄一、広津 敏博、池本 崇記、

坂本 隼、倉持 晃、松原 孝聡、 

石川 達也、塩澤 晴彦 

（常勤職員4名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

液体水素利用技術開発では耐圧液体水素試験評価装置

を用いて、民間企業との共同研究「舶用液体水素温度セ

ンサーの開発」を推進した。高い圧力場での液体水素温

度計測を試み、大気圧下と同等の精度で温度計測が行え

ることを実験的に確認した。部門萌芽研究として取り組

んだ音波利用液体水素液位計測については、高圧力条件

下でもヘルムホルツ共鳴現象を捉えることができ、原理

的に液位計測が可能なことを確認した。また、電子光技

術研究部門と研究を進めている鉄系超電導液面計につい

ても、高圧力条件下で実験を行いデータ取得・蓄積を進

めた。本年度において10気圧までの液体水素試験評価

の実験手法を確立した。 

低コスト・高効率水電解装置の開発では外部資金研究

「アニオン交換膜水電解におけるイオン置換メカニズム

の解明」において、アニオン交換膜内に存在するイオン

種に影響を及ぼす電解液組成と電解性能の相関関係を実

験的に検証した。更に、外部資金研究「燃料電池内水分

バランスの最適化」を遂行し、固体高分子形燃料電池に

おいて、両極出口から排出されるガスの露点を精密に計

測することで、セル内水分バランスを特定する実験に着

手した。 

プラズマによる流体制御技術開発ではターボマシンク

ループと連携し、プラズマアクチュエータの高機能化と

流体機械の効率改善を目的とした実験的研究を実施した。

「自己修復可能な絶縁層を有するプラズマアクチュエー

タ」では、プラズマアクチュエータを構成する誘電体層

に低融点の絶縁材料を部分的に挿入し、高電圧印加のも

とで時間的に変化するボイド構造の解析を開始した。ま

た、「リング型プラズマアクチュエータを用いたタービ

ン翼列先端漏れ流れの能動制御」では、小型風洞では直

線翼列と壁面に形成される2次元漏れ流れ、環状タービ

ン翼列風洞ではタービン翼列とケーシングの隙間に形成
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される3次元漏れ流れを対象として、リング型プラズマ

アクチュエータの駆動条件、電極配置、タービン先端形

状の違いが漏れ流れ抑制効果に与える影響を明らかにし

た。 

プラズマ支援燃焼による革新的燃焼技術開発では外部

資金研究「誘電体バリア放電を用いた予混合気の燃焼促

進法の開発」において、前年度に確認したプラズマによ

る燃焼支援効果のメカニズムを質量分析と詳細化学反応

シミュレーションにより解析した。また、民間企業との

共同研究「ガス組成が燃料の自着火特性とメタン価に与

える影響に関する研究」を実施し、船舶等の大型ガスエ

ンジンに今後使用が見込まれるシェールガス等の非在来

型燃料のノッキング等への影響について明らかにした。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］省エネルギー、水素、水電解、燃料電池、

プラズマ、流体制御、燃焼制御 

 

［テーマ題目2］熱利用に関する研究 

［研究代表者］稲田 孝明（熱利用グループ） 

［研究担当者］稲田 孝明、遠藤 尚樹、上山 愼也、

馬場 宗明、平野 聡、染矢 聡、 

侯 博、小山 寿恵、青山 覚子、 

坂田 藍美、畑澤 奈緒美、富田 博之、 

松本 正江（常勤職員6名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

蓄熱、熱輸送等の要素技術や計測制御技術、およびそ

れらを活用した熱利用システム、熱マネジメント技術な

どに関連して、以下のようにさまざまな研究を実施した。 

ヒートポンプ用熱交換器の着霜抑制の研究を行い、合

成高分子や界面活性剤を作用させた疎氷性固体表面を用

いて、凝縮水滴の大幅な凍結遅延効果を実験的に実証す

ることができた。さらに疎氷性表面を利用した霜の伝播

抑制に向けて、凍結伝播の機序に基づいて実験結果から

有効な知見を得た。臭化テトラブチルアンモニウム

（TBAB）セミクラスレート水和物を媒体とした潜熱蓄

熱の研究を行い、TBAB 水溶液の過冷却限界の濃度依

存性を実験的に明らかにするとともに、特定の固体微粒

子による TBAB 水和物の核生成促進効果を確認するこ

とに成功した。吸収冷凍機の小型化を目指した研究にお

いては、臭化リチウム系の多成分吸収液の物性測定を行

い、結晶化温度、蒸気圧、粘度、密度などの物性値を測

定し、水溶液温度や濃度をパラメータとした整理式を作

成するとともに、希釈熱や比熱測定に基づいて吸収液の

エンタルピー線図を作成し、冷凍機の小型化に最適な吸

収液を絞り込むことができた。氷スラリーを用いた漁獲

物冷却鮮度保持に関する研究を行い、漁獲物冷却の簡易

数値計算コードを開発し、実験結果との比較からその妥

当性を実証した。また、漁獲物の冷却輸送に有効な脱水

氷を氷スラリーから製造する実用的な手法の提案も行っ

た。さらに、関係企業と協力して、生産地から消費者ま

でのコールドチェーンの実現に向けた実証試験に取り組

んだ。 

オーガニックランキンサイクルの研究では、二相膨張

サイクル適用について検討を行い、ペルトン水車型の膨

張機を使うことの有効性を解析した。さらにその装置の

設計、試作を行うことができた。地中熱を利用したヒー

トポンプの研究においては、直膨式地中熱交換器の実証

試験を行い、熱交換器の温度変動計測を行って基礎的な

データを収集することができた。 

固体酸化物形燃料電池（SOFC）の研究では、エジェ

クタ型燃料転化装置において、起動・停止を模擬した触

媒燃焼実験を実施し、多湿多成分ガス中の触媒燃焼特性

を明らかにして、二流体偏流エジェクタの設計指針を得

ることができた。また中規模業務用の流量可変エジェク

タを新規開発し、SOFC 模擬装置を用いて高温ガスリ

サイクル実験を実施して、さらなる高性能化の指針を得

た。さらに、各種産業分野における未利用熱の調査を行

い、現地調査を通じて多くの有用な知見を得ることがで

きた。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］未利用熱、熱利用、蓄熱、熱輸送 

 

［テーマ題目3］二次電池の電子状態解析と次世代電池

材料の開発 

［研究代表者］松田 弘文（省エネルギー研究部門） 

［研究担当者］松田 弘文、周 豪慎、齋藤 喜康、 

細野 英司、劉 銀珠、北浦 弘和、 

朝倉 大輔、岡垣 淳、須田山 貴亮、

Yi Jin、Sun Yang、Guo Shaohua、 

Li Qi、Wu Shichao、Wang Yarong、 

河島 明美、八月朔日 美登里、 

鈴木 謙介、高野 玲子、嶋田 陽子、

木之下 彩子、Qiao Yu 

（常勤職員8名、他14名） 

［研 究 内 容］ 

持続的発展可能な省エネルギー社会の実現に向け、ク

リーンな省エネルギーデバイスの開発と普及が必要とさ

れている。このため、電気自動車やプラグインハイブリ

ッド自動車の安価な市場導入と普及を促す車載用二次電

池の開発や、再生可能エネルギー発電電力の平準化を実

現す定置用二次電池の開発は必須の課題となっている。

二次電池の用途拡大に伴って、高容量と安全性が低コス

トで両立することが求められているが、様々な電池反応

により動作する二次電池は、メカニズムにおいて未解明

な部分が多いのが現状である。 

二次電池の高性能化と高い安全性を実現するために、

我々のグループでは、先端放射光測定技術、高度な材料

合成技術、精密な電気化学評価技術、熱解析技術を用い

た基礎研究活動を遂行した。また、学術的知見の獲得と

橋渡し研究段階への発展を効果的かつ効率的に推進する
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ため、内外の研究機関との分野融合的な共同研究を通じ

た活動を実施した。 

革新的な二次電池の開発として、ナトリウムイオン電

池等の検討を行った。代表的なナトリウムイオン電池正

極材料である層状構造酸化物は、充放電過程で異なる積

層構造を取り、レート特性の劣化、体積変化による活物

質の脱落などの劣化要因となり得る。この問題に対し、

層間に導入した遷移金属元素が構造安定化に寄与し、サ

イクル安定性の向上を確認した。また、マンガン酸化物

系層状正極材料で特に問題となっている、腐食などによ

る特性劣化については、チタン添加マンガン酸化物の粉

末焼成過程で結晶粒子表面に酸化チタン結晶層が選択的

に形成され、稀少金属元素を含まない系としてサイクル

特性が飛躍的に向上することを見出した。 

酸素の酸化還元反応を利用した高容量正極材料として、

リチウムイオン電池では Li2MnO3を典型組成としたリ

チウム過剰系材料が注目されている。同様の観点から

Na 過剰系材料の典型組成として Na3RuO4を合成し、

多段の酸素の酸化還元過程からの寄与で、不可逆容量を

含む初期充電容量と、可逆性を示す放電容量を得た。不

可逆容量への Na2O 酸化物の寄与および可逆容量への

RuO2過酸化物の寄与を電位操作下での in situ Raman

散乱測定で明らかにした。 

ナトリウムイオン電池負極材料では、金属 Na 析出の

抑制と安全性の確保が重要である。高容量が期待される

新たな炭素系材料として、ボールミル処理した P2S5/C

非晶質複合材料を合成し、難黒鉛化炭素を越える大容量

と、良好な容量維持率を得た。また、リチウム－空気電

池に比べ放電生成物分解に要する充電過電圧が1/5以下

となるナトリウム－空気電池の要素技術開発も検討した。

フッ化物を微量添加した電解液中で電気化学的な処理を

行うことで、表面に保護被膜を形成した金属 Na を負極

に用い、副反応の抑制によるサイクル安定性と、デンド

ライト析出の抑制による安全性の向上を確認した。 

先端放射光計測技術を用いた正極材料の電子状態評価

では、オペランド発光分光等で得られたスペクトルに対

し、遷移金属-配位酸素の電子状態解析を理論計算によ

り行い、電子軌道パラメータからサイクル劣化機構を明

らかにした。 

リチウムイオン電池の安全性の評価手法の要素技術と

して、大型電池の発熱挙動シミュレーション用発熱デー

タ取得を目的とした発熱特性計測手法の検討を行った。

劣化や熱暴走をもたらす化学反応過程に対応する吸発熱

量計測機器を含む、民生電池の熱分析/熱測定システム

の開発に取り組んだ。従来に比べ検出感度を3倍以上高

めた等温微小熱量計（IMC）、熱暴走開始温度を簡易的

に測定する新たな加熱試験手法等を開発した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］リチウムイオン電池、リチウム－空気電

池、リチウムレドックスフロー電池、リ

チウム－硫黄電池、ナトリウムイオン電

池、放射光光電子分光、放射光発光分光、

ナノ構造制御材料 

 

［テーマ題目4］次世代 SOFC に関する基礎研究 

［研究代表者］山地 克彦（燃料電池材料グループ） 

［研究担当者］山地 克彦、岸本 治夫、 

Katherine Bagarinao、堀田 照久、 

石山 智大、Amarasekara Oshadha、

小柴 滉平（常勤職員5名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

我々のグループでは、次世代 SOFC に関する基礎研

究として、薄膜ガラス電解質による中温作動燃料電池の

高出力化、薄膜イオン導電体における電解移動挙動の解

明に取り組んでいる。 

薄膜ガラス電解質による中温作動燃料電池の高出力化

については、プロトン導電性のリン酸塩ガラス電解質を

用いた中温作動燃料電池の研究開発を実施、本年度は、

空気極材料の高性能化を検討するため、RF スパッタリ

ング装置を導入した。まずは、プロトン伝導性電解質の

試験電極として一般に用いられる Pd 電極について、モ

デル電極の作成と性能評価を開始、ガラス電解質と Pd

電極の共存性について明らかにした。 

 薄膜イオン導電体における電化移動挙動の解明につい

て、薄膜電解質の電導度測定、空気極/電解質中間層の

界面ひずみ効果について検討した。薄膜電解質の電導度

測定については、PLD 法により SUS 基板上への YSZ

薄膜電解質を作成した。SUS 基板上への緻密な電解質

の作成は可能であったが、空気中で昇温すると電解質

/SUS 界面で SUS の異常酸化が見られたことから、電

導度測定への適用は困難であった。界面ひずみ効果の検

証については、PLD 法で YSZ 単結晶基盤（電解質）上

に GDC 中間層や LSC 空気極層の薄膜を堆積、厚みの

違いによる変化を評価した。薄膜化により基板材料の影

響でひずみが生じていること、また厚みの違いにより表

面酸素交換反応（電極特性）に違いが出ることが明らか

となり、ひずみを電極性能との相関が示唆される結果が

得られた。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］燃料電池、固体酸化物形燃料電池 

（SOFC）、プロトン導電性ガラス 

 

［テーマ題目5］エネルギー変換・輸送システムの研究

開発 

［研究代表者］佐藤 縁（エネルギー変換・輸送システ

ムグループ） 

［研究担当者］嘉藤 徹、古瀬 充穂、田中洋平、 

大平 昭博、淵野 修一郎、根岸 明、 

金子 祐司、八月朔日 英二、 

飯村 葉子、吉原 美紀、齊藤 恵美子、
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寺山 健、中村 萌恵、阿部 捺美 

（常勤職員5名、他10名） 

［研 究 内 容］ 

 固体酸化物セルを用いた水蒸気・二酸化炭素の共電解

（SOEC）によるメタン等のエネルギーキャリア合成技

術の研究では、100 W 級の共電解セルスタックを試作

し、電圧-電流特性等を測定した結果、700 ℃、熱中性

電圧で水蒸気と二酸化炭素の利用率（電解率）が実用水

準の78 %に到達したとともに、700-750 ℃では目標の

100 W 入力を超える120 W 以上での電解に成功した。 

また、これまでに開発した精密計測技術を用いて、試

作スタック試験時の負極生成ガス組成を測定した結果、

単セル時よりも多いガスリークを観測し、水素濃度は平

衡組成より20ポイントほど低い結果となり、ガスシー

ル技術の向上が実用化に向けての課題であることが判明

した。次に、電解スタックの性能向上を検討した結果、

セル直列数を現状の3から5セル程度にすることにより、

入力電力を5 %削減できることが分かった。 

さらに、共電解反応のメリットをプロセスシミュレー

ションなどで検討した結果、メタン化反応熱（3H2 + 

CO → CH4 + H2O(g); －216 kJ/mol（300 ℃））を水

の蒸発・加熱に利用することにより、理想的な熱交換の

場合、従来技術より20～30ポイント高い、86～95 %程

度（高位発熱量基準）の非常に高いシステム効率が期待

できることが判明した。 

 また固体高分子膜を用いた固体高分子形水蒸気電解の

実現に向けた検討を行い、従来の水電解で用いられてい

るフッ素系電解質膜では劣化が加速されることが分かっ

た。電解質膜の高温対応化のために、新たな材料探索を

開始した。 

 レドックスフロー電池の研究に関しては、これまでの

金属イオンを用いる従来の系に加えて、有機系色素を活

物質とする有機レドックスフロー電池の研究を進め、知

財化を行った。 

 超電導応用機器に関しては、既存の各種超電導線材を

利用した省エネルギー機器の実用化にむけ、主にコイル

化技術と冷却技術の研究開発を実施している。輸送分野

の低炭素化に資する車載用超電導モータのコイル技術開

発、高温超電導体を利用した省エネルギー電気機器の実

用化を加速する超電導接続技術開発については、JST

および NEDO のプロジェクトの一環として実施してい

る（平成29年度の研究成果は各項に詳述）。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］固体酸化物形燃料電池（SOFC）、固体 

酸化物形電解セル（SOEC）、蒸気・二

酸化炭素共電解、メタン合成、レドッ

クスフロー電池、超電導、極低温、強

磁界、送電ケーブル、回転機 

 

［テーマ題目 6］高温超電導応用技術の研究開発 

［研究代表者］竹村 文男（省エネルギー研究部門） 

［研究担当者］古瀬 充穂、和泉 輝郎、淵野 修一郎、

中岡 晃一、町 敬人 

（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 常電導機器に比べて低損失かつ軽量・小型化が期待で

きる希土類系高温超電導機器を実現するためには、高性

能かつ低コストな線材の開発が必要である。本テーマで

は、本質的に低コストが期待できる有機酸塩堆積

（MOD）法により超電導層を形成する手法において高

性能化、長尺化の技術開発を行っている。平成28年度

は、極薄塗布 MOD 法において、一回塗布膜厚の薄層化

による BaZrO3人工ピンの微細化の効果として、同法に

よる線材が広い磁場、温度範囲で従来手法による膜に比

べて高い臨界電流密度特性を示す事を示す事を確認した。

また、仮焼膜内の組成分布に基づいて、同法による人工

ピン粒子の微細化機構を明らかにした。更に、連続塗

布・焼成プロセスを用いて極薄塗布法による長尺化への

基盤技術の開発を行った。 

 また、高温超電導線材技術の進展を受け、これを利用

した電気機器の開発を実施している。高温超電導マグネ

ットによる大空間への強磁界の発生は、省エネルギーや

新たな産業創出につながるシーズ技術であり、高エネル

ギー理化学分野だけでなく、産業分野からの様々なニー

ズに応える超電導機器の提案と開発を行っている。平成

29 年度は、冷凍機による直接冷却高温超電導マグネッ

トを用いた、新たな産業機器の開発を実施した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］高温超電導、極低温、強磁界、送電ケー

ブル、回転機、超電導線材、磁場中臨

界電流密度 

 

［テーマ題目7］ターボマシンに関する研究 

［研究代表者］壹岐 典彦（ターボマシングループ） 

［研究担当者］壹岐 典彦、村上 顯、阿部 裕幸、 

倉田 修、松沼 孝幸、井上 貴博、 

井村 公二、岡田 孝、片岡 照貴、 

小宮 孝司、矢作 誠治、小田 幸弘 

（常勤職員6名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

化石資源依存度を抑制しつつ自然エネルギーを取り込

んでいくため、ターボ機械に関連する技術開発を行って

いる。発電用ガスタービンは電力系統に追随して発電を

行うことができるバックアップ電源としての役割が認め

られているが、再生可能エネルギー大量導入時代におい

ては、電力需要に応じた発電を行うことが困難な太陽光

発電設備や風力発電設備の発電量の割合が増加し、バッ

クアップ電源の役割の重要性が増すものとして、負荷変

動対応型先進ガスタービン発電設備の研究開発計画の検

討を進めている。電力の需給ギャップに対して電力系統
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を安定化する様々なシステムについて負荷変動を吸収す

る能力を調査・検討し、負荷変動対応型先進発電設備の

研究開発計画を実効性のあるものにすることを目指した。

また、アンモニア内燃機関の技術開発の課題において、

福島再生可能エネルギー研究所でアンモニア直接燃焼ガ

スタービンの実証試験を進めているが、その研究開発に

も協力を行っている。 

 ターボ機械に適用する流体制御技術として、プラズマ

アクチュエーターの研究開発に取り組んでいる。リング

型プラズマアクチュエータを用いてタービン翼列のチッ

プクリアランスからの漏れ流れを抑制するために、回転

ディスク実験装置を用いた基礎実験により、ディスク回

転による周方向の回転速度成分が、軸方向の漏れ流れに

及ぼす影響を調べた。プラズマアクチュエータの制御に

より、漏れ流れを減少できるものの、周方向速度成分が

あると、プラズマアクチュエータの漏れ流れ抑制効果が

弱まる傾向があり、周方向の回転速度成分があるターボ

機械の流れ場では、漏れ流れ抑制効果を高めるために入

力電圧をさらに高くする必要がある。 

 流体制御デバイスの開発において、非接触吸着技術を

用いた搬送技術の改良を進めた。また、小型無人機利用

による環境観測手法を目的として、無人飛翔体の空力技

術についても研究を行っている。姿勢制御型超音波風向

風速計による風況観測手法の妥当性を確認した。また、

日射強度センサーでの空間分布計測を試みた。プロペラ

性能の計測・評価方法の検討を行った。劣悪環境下（横

風、雪、雨）に対するプロペラ性能への影響を調べた。

飛行計画に対応したプロペラ設計について、施策を行い、

低 Re による影響を抑制する設計手法の効果を確認した。 

 材料・プロセス技術としては、セラミック熱交換器の

熱交換部のために、高温域において、高い熱伝導率と信

頼性を両立させるセラミック基複合材料の製造技術に取

り組んだ。セラミック材料特有の脆性破壊を薄層の積層

によって回避する構造とした複合材料の開発を進め、微

細な BN 粉末により構成される界面層を導入すること

で、積層構造 CMC の非脆性破壊への破壊挙動の転換に

成功した。バランスして特性を向上させるための第2相

添加に関しては、添加量が少量であっても影響が大きく、

添加する相の選択と添加量の検討に課題が残った。サス

ペンションプラズマ溶射法（SPS 法）は、溶射のパラ

メータを適切に選択することにより、粒子径および気孔

率の幅広い制御が可能で、緻密な構造と多孔質の構造を

作り分ける技術が可能である。そのサスペンションの微

粒化過程についてツインカソードプラズマ溶射ガンを用

いたサスペンションプラズマ溶射技術開発のため、同軸

二流体噴射弁の改良に取り組んでいる。流量増加を目的

に、噴孔径を拡大した改良型噴射弁では、噴霧のザウタ

平均粒径の制御範囲を広くできることがわかった。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］ガスタービン、プラズマアクチュエータ

ー、空気力学、流体力学、セラミック

複合材、セラミックコーティング 

 

［テーマ題目8］産業ニーズ対応型エンジンシステムの

基盤研究 

［研究代表者］小熊 光晴 

（エンジン燃焼排気制御グループ） 

［研究担当者］小熊 光晴、小渕 存、内澤 潤子、 

佐々木 基、木下 幸一、文 石洙、

Weidi Huang、 

Raditya Hendra Pratama、 

全 知娟、武田 好央、日暮 一昭、 

阿部 容子、塚﨑 好子、飯島 広子、

東出 光平、松丸 陽子、君山 尚吾、

花房 裕槻、高木 啓示、矢部 孝明、

山本 明日香、松岡 正紘、土田 淳、

酒井 拓実、茅根 修平 

（常勤職員6名、他19名） 

［研 究 内 容］ 

 自動車業界のニーズを正確に捉え、エンジン燃焼と排

出ガス浄化に関する先進技術の開発に向けた基礎的およ

び先導的研究を行う。平成29年度における主な実施内

容は以下の通りである。 

 自動車用内燃機関技術研究組合（AICE）で行ってい

るディーゼル後処理技術に関する研究テーマの一つとし

て、エンジン排気の一部を吸気に戻し燃焼温度を低下さ

せ窒素酸化物の生成を抑制するエンジンシステム（排気

再循環（EGR）システム）に発生するデポジットの生

成メカニズム解明研究を行っている。平成29年度は、

デポジット生成に寄与する成分について排ガスおよびデ

ポジットの相互分析を行い，デポジットをテトラヒドロ

フラン（THF）可溶分及び不溶分に分け、可溶分の主

成分が多環芳香族炭化水素（PAH 類）由来であること、

排ガス中に高沸点成分である PAH 類で6環のコロネン

が検出されたこと、またこれによりデポジット可溶分堆

積は PAH 類の架橋反応，重合反応が関与している可能

性が高いことを明らかにした。 

 同じく AICE によるディーゼル後処理技術に関する

研究テーマのひとつとして、ディーゼル車から排出され

る窒素酸化物（NOx）を除去するための選択的触媒還

元システム（SCR）において、尿素水が熱分解あるい

は SCR 触媒の作用を受けて目的物質（NOx に対する還

元剤）のアンモニア（NH3）へ転化する反応過程を明

らかにする研究を行った。このため、フーリエ変換赤外

分光法（FTIR）による気体尿素の定量手法の確立、及

び気体生成物（気体尿素、 NH3 、イソシアン酸

（HNCO））および代表的な固体副生物（ビウレット、

シアヌル酸等）の分析による比較的低温（150 ℃以下）

での尿素の蒸発および熱分解挙動の解明に取り組んだ。

90～150 ℃における尿素の蒸発および熱分解(無触媒反
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応)の挙動を調べた結果、いったん融点（133 ℃）以上

に加熱された尿素については、発生する気体尿素、

NH3、HNCO の濃度は固体（あるいは液体）尿素とほ

ぼ平衡関係にあることがわかった。このことから、尿素

分解の速度は、蒸発現象と同様に気体生成物の拡散現象

に着目することにより見積もることが可能と推察された。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］エンジン、ディーゼル、自動車、燃焼、

燃料、噴射、噴霧、排ガス浄化、酸化触

媒、反応速度、省エネルギー、燃費、

EGR、デポジット 

 

⑤【環境管理研究部門】 
（Environmental Management Research 

 Institute） 

（存続期間：2015.4.1～） 

 

研究部門長：田中 幹也 

副研究部門長：尾形 敦 

総括研究主幹：大木 達也、村山 昌平 

 

所在地：つくば西 

人 員：56名（56名） 

経 費：799,282千円（280,686千円） 

 

概 要： 

１．部門のミッション 

環境管理研究部門では、大切な資源を有効に利活

用するための物質循環技術、産業起源の環境負荷の

管理・低減に関する科学技術研究開発を行ない、環

境技術産業の振興・創出を図るとともに環境関連政

策の立案・実効に寄与することで持続可能な社会の

構築に貢献することをミッションとする。 

２．研究開発の方針 

 中長期目標である「レアメタル等の資源循環を進

める技術の開発」に対応した中長期計画として、

「環境の変化を検出するための分析・モニタリング

技術を開発するとともに、環境負荷を低減するため

の水処理監視・制御技術や都市鉱山技術によるレア

メタルリサイクル等、資源循環等対策技術の開発を

行う。」が掲げられている。これを達成するために、

水処理に関連する分析・モニタリング技術や都市鉱

山関連技術の開発に重点的に取り組む。また環境負

荷低減や大気・海域における環境動態評価研究もし

っかりと継続し、標準化や政策立案にも貢献しつつ、

産業と密接に関連した環境管理技術の研究拠点とし

ての地位を確立する。 

３．重点研究課題等 

［重点課題１］水処理監視・制御技術の開発 

  21世紀の水不足では、アジア・アフリカを中心

に約10億人が安全な水を確保できないと言われて

おり、今後の水市場拡大を見越し、国際競争が激し

くなっている。我々は特にアジア地域への展開を目

指す企業への技術支援を推進するべく、「水質評価

技術」と「水処理技術」と「情報技術」の各分野の

代表的研究者を集結し、技術融合による産総研独自

のスマート水技術の開発を進めている。 

 具体的には、水質評価では、TOC や重金属、内

分泌攪乱物質とその生物影響、微生物などを対象と

して、「メンテナンスフリー」、「ポータブル」、「リ

アル 

タイム」をキーワードとする技術開発を行っていく。

水処理としては、MBR 関係では微生物群集の変遷、

バイオファウリングのメカニズム解析と対策技術な

どの基盤的研究を行う。また、光触媒や吸着剤との

複合材料を利用した滅菌、医薬品や化成品等

（PPCPs）の吸着分解効率の体系的評価を進めて

いく。 

こうした技術開発に併行して、アジアへの水ビジ

ネス展開を図る国内企業の技術サポートを行いつつ、

アジア地域の国研との連携を介した現地への技術適

用をはかる。一方で、国内技術の国際標準化の推進

を図るため、ISO/TC282への情報提供、TC147に

て分析法標準化等を行い、標準化による再生水利用

ビジネスの拡大を目指す。 

［重点課題２］フェムトリアクター設計技術開発 

液体の体積を極限まで小さくすることにより、バ

ルクでは達成できない化学反応や化学プロセスの制

御が期待できる。本課題では、気中及び液中のエレ

クトロスプレー法によって、試料液体を直径マイク

ロメーターサイズ（体積フェムトリットルレベル）

の極微小液滴に微細化し、それらの移動を電場で制

御することにより、フェムトリットルレベルの極微

小液滴内で混合、分離、加熱などを可能にするフェ

ムトリアクター技術を開発し、低環境負荷・省エネ

ルギー化学プロセスの設計に適用することを目指す。 

当部門では、気中エレクトロスプレーによる金属

ナノ粒子触媒調製や、液中エレクトロスプレー法に

おける金ナノ粒子サイズ制御を研究するとともに、

他領域の研究者とも連携し本法の適用範囲拡大を目

指す。 

［重点課題３］都市鉱山技術によるレアメタル等のリ

サイクル推進 

 レアメタル等の有用な材料資源の安定供給に資す

るため、廃電気・電子製品等の未利用資源の高度利

用を実現する物理選別技術ならびに化学分離・電解

採取技術等を開発する。さらに、コンソーシアムの

活動を通じ、国内の静脈関連企業（リサイクル業・

製錬業等）、動脈関連企業（家電製造・自動車製造

業等）との連携を強化し、産総研開発の技術の普及
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や動静脈産業が一体となった戦略的都市鉱山の展開

を図り、物質循環型社会の構築を目指す。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金： 

標準基盤研究 

「水試料中ペルフルオロアルキル化合物（PFASs）分

析法に関する国際標準規格化」 

 

外部資金： 

経済産業省 平成29年度試験研究調査委託費 

「南鳥島における多成分連続観測によるバックグラウン

ド大気組成変動の高精度モニタリング」 

 

経済産業省 

「平成29年度希少金属資源開発推進基盤整備事業／ア

ンチモンに選択性を発現する吸着分離剤の開発」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「ゼロエミッション石炭火力技術開発プロジェクト/ク

リーン・コール・テクノロジー推進事業/コールバンク

の拡充」 

「高効率な資源循環システムを構築するためのリサイク

ル技術の研究開発事業」 

「エネルギー・環境新技術先導プログラム／極微小液滴

が形成する反応場を用いたナノ材料の構造・機能制御技

術の研究開発」 

 

戦略的創造研究推進事業（CREST） 

「時間分解スペクトル法を用いた CO2還元光触媒反応

の機構解明」 

「自己組織化ナノ液晶高分子によるイオン・分子の輸

送・分離の計算機シミュレーション」 

 

独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構  

「平成29年度銅原料中の不純物低減技術開発事業／銅

鉱石脱砒素選鉱のための選鉱性総合評価装置の開発」 

「平成29年度海底熱水鉱床採鉱技術開発等調査に係る

海底熱水鉱床選鉱・製錬技術調査研究（選鉱条件最適化

支援試験）」 

 

独立行政法人環境再生保全機構 環境研究総合推進費 

「水銀を利用する環境とその周辺における水銀ばく露測

定システムの開発」 

「二段低温ガス化法による CFRP からの炭素繊維の回

収」 

 

静岡県 静岡県先端企業育成プロジェクト推進事業 

「最先端遺伝子情報解析技術の活用による環境保全・地

域資源循環型の有機農産物安定生産システムの開発」 

「医療器具用消毒剤の最適管理システムの開発」 

文部科学省 科学研究費補助金 

「第三の極における強太陽光照射が有害物質長距離輸送

に与える影響評価研究」 

「大気中アルゴン濃度の超高精度観測に基づく気候シス

テム温暖化のモニタリング」 

「レーザー3D 形状解析によるソーティングシステムの

高度化」 

「高感度同位体追跡と分離培養で拓く地下圏炭素・エネ

ルギー動態の基軸をなす新生物機能」 

「ネットワークポリマーの可溶化反応の動力学検討」 

「有機分子立体配座コードプログラムの開発」 

「再生水中の生理活性物質による潜在的健康リスクの発

色評価」 

「白金族元素吸着ポリマーの特性の解明及び高レベル廃

液からの分離回収への適用研究」 

「発光性細胞株アレイを用いた高速 PM2.5評価系の構

築」 

「ゲル内での層状複水酸化物合成による新規アニオン吸

着材の開発」 

「単一生細胞での細胞内遺伝子センシング技術の開発と

チップデバイス化」 

「水処理膜の完全性を脅かすバイオフィルムのリアルタ

イムイメージング」 

「森林生態系の炭素代謝プロセス動態の時空間的変動機

構の統合的解明と温暖化影響予測」 

「高圧ジェット装置を用いた活性汚泥減量化機構の解明」 

「氷成長抑制ポリペプチドと温度応答性物質を用いた

水・氷・霜の付着しない機能面の研究」 

「タイ低地熱帯季節林の森林タイプの成立要因と降水量

シフトによる森林機能への影響評価」 

「西太平洋～インド洋海域洋上エアロゾルの光学特性と

変質」 

「海洋微細藻類からのエネルギー回収を目指した太陽光

利用型光触媒システムに関する研究」 

「マイクロ RNA の量的・質的変動を解析するシステム

の構築」 

「ヒ素可溶化細菌群とヒ素高蓄積植物を用いたハイブリ

ッド土壌浄化システムの開発」 

「都市気候と空調エネルギー需要の相互作用感度

（PFB 感度）の定量化とその国際比較」 

「熱帯乾燥季節林の水分ストレスと火災が炭素循環に与

える影響評価と森林再生への対策」 

「多色変化型糖センサーアレイの高機能化と多検体同時

検出システムへの展開」 

「火山・地熱由来水銀の放出量及び拡散量の推計を目的

とした安価な長期観測手法の開発」 

「安定同位体プローブ法と次世代シークエンスの融合で

拓くレアバイオスフィアの生理生態」 

「多色人工生物発光を用いた低分子化学物質の生理活性

評価プラットフォームの創製」 
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「有機相における錯体の凝集化現象の解明及び新規白金

族抽出溶媒の開発」 

「活性汚泥というブラックボックスの解剖と再構築：遺

伝子発現から群中の個の挙動を見る」 

「振動エネルギー活用によるラジカル生成エネルギー高

効率化とその機構解明」 

「ヒト iPS 細胞由来の分化細胞を用いた次世代環境診

断システムの開発」 

「粒子群の基礎物性に関する2D-3D 変換技術の開発」 

「バイオフィルム内の N2O 生成・消費機構の解明と排

出削減が可能な排水処理技術の開発」 

 

経済産業省 平成27年戦略的基盤技術高度化支援事業

（機関補助金） 

「樹脂／金属接着技術を用いた大気中全マトリクス捕集

装置の開発」 

 

環境省 平成28年度環境研究総合推進費補助金 

「硝酸性窒素等の有害物を排出しない白金族リサイクル

プロセスの開発」 

 

発 表：誌上発表119件、口頭発表263件、その他41件 

--------------------------------------------------------------------------- 

資源選別プロセス研究グループ 

（Resources Separation Process Research Group） 

研究グループ長：古屋仲 茂樹 

（つくば西） 

概 要： 

 資源選別プロセス研究グループでは、廃製品等の未

利用資源を対象に効率的にレアメタル等を濃縮するた

めの技術開発を推進している。平成29年度は以下の

成果を得た。（1）2D 及び3D 画像認識に基づく廃製

品自動認識装置を開発し、ベルトコンベヤで移動する

スマートフォン、携帯電話、デジタルカメラの識別性

能を検証するとともに、製品 DB に小型家電650機種

以上を新たに登録した。（2）廃製品の筐体解体につ

いて9種類の作用機構を検証可能な実験装置を開発す

るとともに、21項目以上の構造特徴の DB を構築し

た。（3）縦カラム型空圧多段選別装置の開発では、

電子素子等への選別適応性を確認した。（4）DEM-

CFD 連成解析に用いる粒子流体相互作用式の検証を

目的に粒子群の堆積構造を直接境界条件に用いた

CFD 解析を実施した。（5）単体分離状態評価技術の

研究において、①7種のテクスチャ解析手法からの最

適な2手法の選択、②ボロノイ構造粒子解析によるス

テレオロジカルバイアス（SB）全体像の解明、③人

工材料と X 線 CT による SB 補正法の検証等を実施し

た。 

研究テーマ：テーマ題目2 

 

資源精製化学研究グループ 

（Resources Refining Chemistry Research Group） 

研究グループ長：成田 弘一 

（つくば西） 

概 要： 

 当グループでは、化学的手法をベースとした資源精

製技術を駆使し、金属およびプラスチックに対するリ

サイクル率の向上及び再資源化の促進を目指している。

今年度は、以下の成果を得た。（1）希土類元素の吸

着分離・回収研究において、隣接元素間の相互分離に

ついて検討を行ない、有効な配位子を見出した。（2）

白金族金属の沈殿剤として、ハロゲン含有ピリジン誘

導体が有効であることが示された。（3）溶融塩と合

金隔膜を用いた希土類の相互分離試験を行い、ネオジ

ムとジスプロシウムとの分離性を定量評価することに

成功した。（4）炭素繊維のリサイクルに関し、空気

中500 ℃以上で繊維強度が急速に低下することが分か

った。また含臭素エポキシ基板の熱分解では、600℃

以上で脱臭素が促進され、鉄を添加すると更に加速さ

れた。（5）廃棄物資源化の調査及び技術開発では、

木質ガス化発電商業システムについて物質・エネルギ

ー収支を計算した。ガス化炉の性能解析の一環として、

ガス収率をラボ実験の結果と比較し、商業システムの

結果を説明する量論計算手法を組み立てた。また、廃

棄物資源化のための前処理及び熱分解に関わる調査及

び技術開発においては、集光加熱炉の超小型化検討を

行い、その過程で樹脂・金属複合材の高効率熱処理法

を考案した。 

研究テーマ：テーマ題目2 

 

環境計測技術研究グループ 

（Environmental Measurement Technology Research 

Group） 

研究グループ長：中里 哲也 

（つくば西） 

概 要： 

 環境リスクを評価・低減する技術の開発を達成する

ための環境診断技術の開発を目的とし、基盤となる計

測・分析法の開発および分析法の標準化活動を実施し

ている。平成29年度は、「水中有害化学物質を対象と

する分析技術の開発」については、水俣条約関連の水

銀分析法の整備のために、フェニル化トルエン抽出同

時処理法とガスクロマトグラフ質量分析法を組み合わ

せたアルキル水銀分析法を開発し、共存物質が多種・

高濃度含まれる工場排水試料や海水試料にも適用可能

な条件を見出した。また、本分析法の ISO TC147の

国際標準規格化に向けた委員会原案を作成した。また、

「生体応答に基づく化学物質等の生体影響評価技術の

開発」については、マウス ES 細胞から分化させた神

経細胞およびヒト肝がん細胞それぞれに対する塩化水
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銀などの化学物質曝露に応答する長鎖 RNA およびノ

ンコーディング RNA を各々同定し、化学物質の生体

影響評価における有用なバイオマーカーである事を見

出した。 

研究テーマ：テーマ題目1 

 

環境微生物研究グループ 

（Environmental Microbiology Research Group） 

研究グループ長：羽部 浩 

（つくば西） 

概 要： 

 「環境負荷を低減するための水処理監視・制御技術

開発」を推進するため、（1）水環境保全及び廃棄物

低減に貢献する水処理再生技術の開発、（2）生物機

能の解明並びに高度な解析技術に裏打ちされた基礎的

知見の集積、（3）新規環境対策技術の提案や各種環

境汚染対策への提言を目標に活動を行った。 

 （1）膜分離活性汚泥法（MBR）による高濃度廃水

の高効率処理に関わる科学的知見を得るため、膜閉塞

をはじめ処理効率に影響を与える微生物の網羅的解析

を行った。MBR によって高濃度の有機炭素および窒

素を含む畜産廃水の処理を行い、処理効率が安定化す

るまでの微生物群集の変遷を次世代シークエンサーに

より解析し、同時に膜閉塞の状況を共焦点顕微鏡によ

り可視化した。その結果、処理開始直後には畜産廃水

に由来する嫌気性微生物群が優占となっており、これ

らがタンパク質の蓄積による膜閉塞を誘引することで

処理が不安定な状態に陥っていた。その後の安定期に

は多糖やタンパク質分解能を持つ微生物群が優占して

おり、これらが閉塞物質の分解により膜閉塞を抑制し

た可能性が示唆された。以上から、畜産廃水処理の不

安定化・安定化に関与する微生物種とその機能が見出

された。 

 （2）生物処理においては細菌のみならず、より大

型の原生動物や後生動物といった真核微生物群が処理

性能に影響を与えているとされるが、その種類をはじ

めとする群集構造の詳細は不明であった。そこで真核

生物の18S rRNA 遺伝子をターゲットとした次世代シ

ークエンサーによる大規模同定技術を確立した。その

結果、真核微生物の群集構造解析が可能になり、細菌

−真核微生物や真核微生物同士の捕食−被食関係が水処

理システムの処理性能に影響を与えている可能性を見

出した。 

 （3）社会ニーズ、企業ニーズに対応した環境汚染

対策について、複数の企業に対し共同研究、受託研究

を通して技術的な貢献を行った。 

研究テーマ：テーマ題目1 

 

反応場設計研究グループ 

（Reaction Field Design Research Group） 

研究グループ長：脇坂 昭弘 

（つくば西） 

概 要： 

 化学反応効率・選択性を極限まで高め、環境負荷物

質の発生削減と分解効率最大化を目指して、（1）極

微小液滴反応場（フェムトリアクター）、（2）プラズ

マ反応場、（3）光化学的反応場、（4）機能性分子反

応場、（5）液中クラスター反応場に関する研究開発

を行った。（1）フェムトリアクターについては、エ

レクトロスプレー法により極微小液滴を反応場として

制御し、触媒、量子ドット、高分子材料、導電インク

などのナノ構造制御に適用した。（2）プラズマ反応

場については、プラズマトーチ中の原子発光スペクト

ルの時間・空間分解変化を計測し、粒子状物質のサイ

ズ・組成の同時計測を可能にした。（3）光化学的反

応場については、複核金属錯体系化合物を光化学反応

場とする二酸化炭素の光還元反応機構を解析し、人工

光合成系の高効率化に応用した。（4）機能性分子反

応場については、光学活性分子の立体配座コード化技

術を薬理活性などの機能性発現構造解析へ応用した。

（5）液中クラスター反応場については、液体のクラ

スターレベルの構造と物性（凍結温度、熱容量など）

との関係を明らかにした。 

研究テーマ：テーマ題目3 

 

水環境技術研究グループ 

（Water Environment Technology Research Group） 

研究グループ長：日比野 俊行 

（つくば西） 

概 要： 

 当グループでは水の高度利用に係る物理化学的処理

及び解析に関して検討を行い、実用に資する新規技術

創出を目標としている。平成29年度の検討及び成果

は以下の通りである。（1）「吸着剤の開発・改良」で

は、ゲル内層状複水酸化物合成による新規陰イオン吸

着剤の開発において、合成での沈殿剤性能を比較し、

生成物に与える影響の差を明らかにした。さらにアガ

ロース以外のゲルやポーラスな基材を使った複合体を

合成し、陰イオン吸着剤として機能することを確認し

た。（2）「有害物の分解触媒の開発・改良並びにシス

テム構築」では、成形セラミック光触媒の開発に成功

するとともに、生理食塩水が光触媒殺菌効果に与える

影響を明らかにした。また、炭素系コアシェル型可視

光触媒関係では、表面修飾により活性が向上した。さ

らに、繊維質炭素とグラフェンのブロック状吸着材や

ナノ銀ミクロ球体、サンドイッチ型グラフェンメソポ

ーラスシリカなどを開発し、二次元ゼオライトの合成

も試みた。（3）「水処理技術に係る現象のメカニズム

の分析・解析」では、水の相変化挙動や水中イオン物

質の凝集結晶化に対する新しい計算科学手法を導入し
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た解析を行い知見を蓄積した。 

研究テーマ：テーマ題目1 

 

大気環境動態評価研究グループ 

（Atmospheric Environment Study Group） 

研究グループ長：兼保 直樹 

 （つくば西） 

概 要： 

 大気環境の動態を解析し、環境の変化を検出するた

めの分析・モニタリング技術の開発を行い、産業活動

による環境影響の評価、および地球温暖化対策技術の

提言に繋げることを目標に活動を行った。今年度は、

（1）国内外3箇所の森林生態系において大気とのCO2

交換量と環境因子の観測を継続し、さらに国内外7箇

所で海洋貯熱量変動の指標となる大気中アルゴン濃度

の測定および発生源の情報を含むCO2とO2濃度の同

時観測を実施した。（2）気候変動に伴う空調使用増

加が都市の高温化と電力需要に及ぼす追加的な影響を、

スーパーコンピューターを用いた計算により定量化し

た。（3）微量化学物質の大気からの除去速度の推定

に必要な物性取得のため、物性が既知の化学物質を用

いて予備実験を行い、また、光化学大気汚染の原因と

もなるイソプレンの酸化反応に対する水蒸気の影響を、

水との錯体の低温赤外スペクトルの観測と量子化学計

算により検討した。（4）大気中微粒子の動態につい

て、船舶観測により北緯35度～南緯68度の海洋大気

中での光学的特性の変化を解析、また、福島事故によ

り放出された放射性核種の山岳域への沈着メカニズム

を、航空機観測データを用いて地域毎に類型化した。 

研究テーマ：テーマ題目4 

 

海洋環境動態評価研究グループ 

（Marine Environment Research Group） 

研究グループ長：鈴村 昌弘 

（つくば西） 

概 要： 

 海洋環境評価研究グループは、陸上での人間活動あ

るいは海洋を直接利用する産業活動が海洋環境に及ぼ

す影響の監視や評価を行なう手法を開発し、産業およ

び環境政策の策定の根拠としうる知見の提供を研究活

動の目的としている。平成29年度は、温室効果ガス

排出抑制技術として期待される二酸化炭素の回収貯留

（CCS）技術と生態系を利用した二酸化炭素削減技

術の効果と環境影響の評価に関連して、海水中の

CO2モニタリングセンサーの開発を進めるとともに

CCS における海洋環境モニタリングシステムの全体

像について検討を実施した。またわが国において重要

な金属鉱物資源として期待されるコバルトリッチクラ

ストの開発に関連した環境影響評価および環境ベース

ラインモニタリング手法の開発を行なった。さらに、

人工有機汚染物質（POPs）を化学トレーサーとして

地球規模環境変動・長距離輸送現象を解析する研究の

一環として、中東・インド・中国から日本までのアジ

アベルト地帯での国際共同研究体制を確立し、モニタ

リング研究を開始した。また、政策レベルで使用でき

る信頼性の高い測定値を与えるために、POPs や

POPs 候補物質などについて、 ISO/CD 21675や

ISO/FDIS 20596-1国際標準規格原案を策定した。 

研究テーマ：テーマ題目4 

--------------------------------------------------------------------------- 

［テーマ題目1］水処理監視・制御技術の開発 

［研究代表者］尾形 敦（環境管理研究部門） 

［研究担当者］尾形 敦、鳥村 政基、中里 哲也、 

青木 寛、谷 秀典、重田 香織、 

羽部 浩、飯村 洋介、愛澤 秀信、 

堀 知行、佐藤 由也、稲葉 知大、 

青柳 智、日比野 俊行、清野 文雄、

根岸 信彰、王 正明、菅澤 正己、 

灘 浩樹、大塚 耕治、川岸 恭司、 

栁澤 真紀、萱嶋 由美子、 

宮崎 ゆかり、鈴木 敦子、清水 美春、

高橋 信行、青島 政之、呉 浩怡、 

劉 潔、李 智明、Yang Danni、 

八木 陽帆、平見 侑季 

       （常勤職員19名、他15名） 

［研 究 内 容］ 

環境リスクを評価低減する技術開発を目指し、1）水

質分析・評価技術、2）微生物を用いた水質浄化技術、

3）物理化学的手法を用いた水質浄化技術に取り組んだ。

また、4）アジアにおける水環境の調査と海外機関との

研究連携を行った。個別の成果、進捗状況は以下の通り。 

1）「水中有害化学物質を対象とする分析技術の開発」

については、水俣条約関連の水銀分析法の整備のために、

共存物質が多種・高濃度含まれる工場排水や海水試料に

も適用できるロバストなアルキル水銀分析法を開発し、

ISO TC147の国際標準規格化に向けた委員会原案を作

成した。また、「生体応答に基づく化学物質等の生体影

響評価技術の開発」については、マウス ES 細胞から分

化させた神経細胞およびヒト肝がん細胞それぞれに対す

る塩化水銀などの化学物質曝露に応答する長鎖 RNA お

よびノンコーディング RNA を各々同定し、化学物質の

生体影響評価における有用なバイオマーカーであること

を見出した。 

2）膜分離活性汚泥法（MBR）による高濃度廃水の高

効率処理に関わる科学的知見を得るため、膜閉塞をはじ

め処理効率に影響を与える微生物の網羅的解析を行った。

今年度は特に、畜産廃水の処理安定化に関与する微生物

群集の解析に注力した。MBR によって高濃度の有機炭

素および窒素を含む畜産廃水の処理を行い、処理効率が

安定化するまでの微生物群集の変遷を次世代シークエン
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サーにより解析し、同時に膜閉塞の状況を共焦点顕微鏡

により可視化した。その結果、処理開始直後には畜産廃

水に由来する嫌気性微生物群が優占となっており、これ

らがタンパク質の蓄積による膜閉塞を誘引することで処

理が不安定な状態に陥っていた。その後の安定期には多

糖やタンパク質分解能を持つ微生物群が優占しており、

これらが閉塞物質の分解により膜閉塞を抑制した可能性

が示唆された。以上から、畜産廃水処理の不安定化・安

定化に関与する微生物種とその機能が見出された。 

3）「吸着剤の開発・改良」については、ゲル内での

層状複水酸化物合成による新規陰イオン吸着剤の開発に

おいて、合成での沈殿剤に NaOH 溶液とアンモニア水

を用いて性能を比較し、生成物に与える影響の差を明ら

かにした。さらにアガロース以外のゲルとして κ-カラ

ギーナンゲルやアルギン酸ゲルを用いたり、ポーラスな

基材とアガロースゲルを組み合わせて使った複合体を合

成し、いずれの複合体も陰イオン吸着剤として機能する

ことを確認した。「有害物の分解触媒の開発・改良並び

にシステム構築」については、成形セラミック光触媒の

開発に成功し、従来型の不定形セラミック光触媒と比べ

て少ない量でも十分な性能がでることを確認した。また、

生理食塩水が光触媒殺菌効果に与える影響を明らかにし

た。「ナノ構造制御による微量新規有機汚染物除去剤の

開発」については、炭素系コアシェル型可視光触媒など

をベースにし、表面修飾により活性向上した複合型光触

媒の開発に成功した。さらに、繊維質炭素とグラフェン

のブロック状吸着材を開発し、親水性及び疎水性有機物

の両方に吸着能力の向上が確認できた。また、表面増強

ラマン用新規基質材として応用可能なナノ銀ミクロ球体

やサンドイッチ型グラフェンメソポーラスシリカの開発

に成功した。二次元ゼオライトの合成も試み、二次元構

造に近いものを得ることができた。「水処理技術に係る

現象の吸着メカニズムの分析・解析」については、レ

ア・イベントシミュレーション法を導入した分子レベル

で且つ実時間スケールでの水の相変化挙動解析を行った。

また、炭酸塩やリン酸塩の凝集結晶化を高効率化させる

基盤知見を得るため新しい構造解析手法を確立した。さ

らに、液晶高分子の自己組織化を利用したイオン・分子

の高効率輸送・分離材料開発において、計算科学による

材料設計の基盤的知見構築を行うとともに、輸送・分離

機構解明に成功した。 

4）タイ、ベトナム、中国で調査研究、連携強化を行

った。 

「タイ」については、タイ国立科学技術研究所

（TISTR）及びタイ科学技術庁（NSTDA）との水質調

査、水処理技術に関する連携を継続するとともに、新た

に地下水資源局（DGR）も連携に加わることとなった。

タイ農村部における飲料水実態調査のため、タイ最北部

の山岳集落における飲料水のサンプリング並びにヒアリ

ングを実施した。細菌汚染レベルは今まで調査済みの集

落と同様高いことを確認し、さらに光触媒処理に大きな

影響を与える重炭酸イオン及び溶存シリカ濃度の測定も

行った。 

「ベトナム」については、現地埋め立て処分場の調

査・最適処理システムの提案を主体としたベトナム科学

技術アカデミー・環境技術研究所（VAST-IET）との連

携を継続し、ベトナム廃棄物処分場からの浸出水処理に

おいて、生物処理後の難分解性有機物対策として、促進

酸化法の適用に加えて活性炭を用いた吸着剤適用検討を

行った。2018年3月には IET の研究者を招へいし、プ

ロトタイプ吸着剤の合成と性能評価検討を行うとともに、

情報交換を行った。 

 「中国」については、清華大との間で11月に高松市

にて「水の再生利用に関するワークショップ」を開催し

情報交換を行うとともに、香川県多度津町の多度津町再

生水施設の見学を行った。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］水質分析、水質評価、水処理、微生物、

吸着剤、触媒、アジア 

 

［テーマ題目2］都市鉱山 

［研究代表者］大木 達也（環境管理研究部門） 

［研究担当者］大木 達也、古屋仲 茂樹、西須 佳宏、 

林 直人、上田 高生、片桐 淳、 

成田 弘一、大石 哲雄、尾形 剛志、

鈴木智也（環境管理研究部門）、 

田原 聖隆、畑山 博樹（安全科学研究

部門）、森本 慎一郎（地質資源環境研

究部門）増井 慶次郎、近藤 伸亮、 

高本 仁志、松本 光崇（製造技術研究

部門）（常勤職員17名、他18名） 

［研 究 内 容］ 

 動静脈産業連携による戦略的都市鉱山の展開を図り、

高効率な資源循環システムの構築を目指すため、3つの

カテゴリに分かれて検討を行った。 

＜廃製品自動選別技術開発＞ 

製品ソータの研究開発： 

 製品選別に適した深層学習等による画像認識アルゴリ

ズムを検討し、スマートフォン（スマホ）、フィーチャ

ーフォン（携帯）、コンパクトデジタルカメラ（デジカ

メ）の自動識別プログラム2件及び表面文字情報の自動

認識プログラム1件を開発、ベルトコンベヤ（0.5 m/s）

を用いた識別実験で3品目間の識別精度90 %以上を確認

した。また、スマホ50機種、携帯38機種、デジカメ73

機種のプリント基板（基板）に含まれる金属元素の種

類・量を分析し、資源価値を数値化したデータベースを

構築した。さらに、多様な廃製品の単品供給を可能とす

る供給機の開発を目的として、3D スキャナで計測した

製品群の運動挙動を個別要素法により数値解析するシス

テムを構築した。 
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自動解体装置の研究開発： 

 筐体のみを選択的に破壊し、内部の基板や電池を非破

壊で解体する技術の開発を目的として、弱点形成―外力

付与作用を具現化する複合的外力付与試験装置を開発し

た。また、スマホ及び携帯100機種の構造上の要点や電

池位置等を数値化したデータベースを構築し、電池を無

傷で解体できる装置設計上の指針を導出した。さらに、

既存自動解体機（チェーン式破砕機）の改良要件を明ら

かにした。 

モジュールソータの研究開発： 

解体後の各モジュールの選別を自動化するため、複数

対象物の並列処理が可能な画像認識プログラムを開発し

て基礎的な選別実験を実施した。 

＜廃部品自動選別技術開発＞ 

部品剥離装置の開発： 

 DEM-GA 解析による電子部品の理想剥離を具現化す

るため、機械方式及び水噴射方式の検討を行った。機械

方式ではチェーン式破砕機をベースとし、14の主要な

設計要素が変更可能で、実験計画法により各設計要素の

効果を検討可能な基板剥離機構試験装置を開発した。ま

た、基板を構成する素材の高速度域における変形強度特

性を把握した。以上の結果、機械方式の採用が適当と判

断した。また、部品剥離状態の定量的評価のため、X 線

カメラと画像解析を統合した部品剥離状態分析装置を試

作した。 

選別装置自動制御技術の開発： 

ドラム磁選機、渦電流選別機について、装置内粒子運

動予測システムの開発に着手した。ドラム磁選機では、

測定困難な物性値を複数の実験結果から推定するパラメ

ータ・チューニング機能を開発し、様々な IC・メモリ

類について、誤差6 mm 程度で落下位置を予測可能とな

った。渦電流選別機では、単位時間ごとに磁場空間を構

築しなおす有限要素法では、計算が破綻することがわか

り、積分要素法による検討を開始した。一方、都市鉱山

ポテンシャル推定に必要な将来需要予測をプラチナ、パ

ラジウムについて実施、また、小型家電15製品につい

て、国内出荷数統計と使用年数分布モデルに基づいた廃

製品排出量推定モデルを構築した。さらに、技術の進展

効果を推定するため、静脈プロセスシミュレーションモ

デルの構築を進めるとともに、考慮すべき環境側面の評

価のため、LCA に必要な金属生産プロセスデータの作

成を実施した。 

TF 選別システムと一貫制御技術の開発： 

選別産物を次工程へ自在に搬送可能なマルチ供給制御

システムの開発に着手した。システムをコンパクトにす

るため、従来のコンベア搬送でなく気流搬送システムを

採用し、その試験用モジュールを試作した。 

＜高効率製錬技術開発＞ 

鋳型分離技術を利用した希土類元素の高精密金属イオン

サイズ認識分離： 

同技術を利用した吸着分離研究について、ジグリコー

ルアミド酸（DGAA）もしくは PTA を固定化した吸着

剤（10種類）を作製した。DGAA 型および PTA 型吸着

剤による低濃度の軽希土類元素の吸着率を調べたところ、

隣接した希土類元素間においてその値に差異を確認でき

た。特に、フェニル基を有する PTA 型吸着剤では Eu

～Gd 付近に吸着率の最大値を示した。 

溶融塩を利用した濃縮系少量材料のリサイクル技術： 

 本プロセスの分離性評価の基礎データとして、各溶融

塩系において Nd もしくは Dy との合金の形成電位を測

定した。さらに、系統的な透過試験に適した H 型のパ

イレックスガラスセルを試作し、高性能電気化学測定装

置を用いて試験を行った。また、試験装置の高温化対策

として、遮熱板による輻射の低減、断熱材の最適化、空

冷能力の強化等を行い、フッ化物系向けの電気炉導入準

備を終えるとともに、高温塩化物系では既に各種測定を

開始した。 

 また、廃製品・廃部品の自動選別技術開発等を集中的

に進めるため、つくば西に集中研究施設の整備を進めた。 

 これらの成果は、主として国立研究開発法人新エネル

ギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の委託業務に

おいて、一部他機関と共同して得られたものである。 

［領 域 名］エネルギー・環境   

［キーワード］都市鉱山、リサイクル、金属資源循環、

循環型社会、動静脈連携 

 

［テーマ題目3］フェムトリアクター化学プロセスによ

る環境負荷低減技術の開発 

［研究代表者］脇坂 昭弘（反応場設計研究グループ） 

［研究担当者］脇坂 昭弘、佐野 泰三、小原ひとみ、

寺本 慶之、市川 廣保、堀 智子 

       （常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 フェムトリアクターはエレクトロスプレー法で生成し

た極微小液滴（直径1～10マイクロメーター、体積0.5

～500フェムトリットル）中で化学反応を制御する技術

である。気中でのエレクトロスプレーに加えて液中での

エレクトロスプレーを適用する技術を開発したことで、

以下に示すようにフェムトリアクターの制御性が顕著に

改善した。ⅰ）エレクトロスプレー法で正または負に帯

電した極微小液滴を生成し、静電力により正－負液滴を

衝突させ高速で2液を混合することができる。また、混

合後の極微小液滴の回収効率は液中エレクトロスプレー

により劇的に向上させることができる。ⅱ）液中エレク

トロスプレーにより、極微小液滴の温度を精密に高速で

制御することができる。ⅲ）液中のエレクトロスプレー

は気中のエレクトロスプレーに比べて、高電圧下におい

ても静電破壊（放電）を起こしにくいため、電圧により

液滴のサイズを広範囲で制御することができる。 

 フェムトリアクターにより、2液の高速混合、反応場
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温度の精密・高速制御、及び電圧による反応体積の制御

が可能となるため、化学反応の選択性を劇的に高めるこ

とができる。例えば2液の混合速度が遅いと化学反応の

スタートに時間差が生じ、進行状況に差が生じることに

より副生成物を生じやすくなる。同様に反応場温度の高

速・精密制御も反応選択性に大きな効果を与える。また、

反応体積の制御は連鎖的な反応の制御に効果を発揮し、

例えば、ナノ粒子の成長制御、高分子化合物の分子量制

御などを反応体積、即ち電圧で制御する極微小液滴のサ

イズで制御が可能になる。このようにフェムトリアクタ

ーはバルクの限界を超えた選択的な反応制御を実現可能

にする技術である。反応選択性の向上は分離に要するエ

ネルギーを低減できるため、環境負荷低減に大きく貢献

する技術である。 

 今年度はフェムトリアクターを材料合成に適用し、従

来法では困難な構造制御と機能発現を目指して、以下の

4分野において開発実績が豊富な企業6社と連携して実

現可能性を評価する研究を開始した。 

量子ドット分野： 

 粒径によって発光波長を制御することができる半導体

量子ドットの合成法に適用し、目的のサイズの量子ドッ

トを選択的に合成する技術開発を行った。 

金属ナノ粒子触媒分野： 

 排ガス処理用の白金族触媒は粒径によって触媒活性が

顕著に変化する。フェムトリアクターにより、高触媒活

性を示す2～3 nm の白金族粒子を選択的に合成する技

術を開発し、従来法で合成した触媒と比較してより高活

性が得られることを確認した。 

高分子材料分野： 

 モノマーと重合開始剤とを液中エレクトロスプレー法

により混合して極微小液滴内で重合反応を起こさせるこ

とにより、分子量と分子量分布を制御できることを見出

した。これにより、これまで乳化剤を大量に使用した乳

化重合法でしか合成できなかった樹脂材料を乳化剤フリ

ーの低環境負荷条件下で合成することが可能になった。 

導電加工用金属ナノ粒子量産化分野： 

 フェムトリアクターによる合成法を既に確立している

銀ナノ粒子分散液について、エレクトロスプレーノズル

を12本設置した試験装置を試作し、量産化試験を行っ

た。銀ナノ粒子の凝集を起こさずに連続して20 nm 以

下の銀ナノ粒子を合成・回収できる量産化に関する基盤

技術を確立した。 

［領 域 名］エネルギー・環境   

［キーワード］フェムトリアクター、エレクトロスプレ

ー、反応場、金属ナノ粒子、触媒 

 

［テーマ題目4］環境動態評価に関する研究 

［研究代表者］村山 昌平（環境管理研究部門）、 

兼保 直樹（大気環境動態評価研究グル

ープ）、鈴村 昌弘（海洋環境動態評価

研究グループ） 

［研究担当者］村山 昌平、兼保 直樹、忽那 周三、 

伊藤 文之、古賀 聖治、前田 高尚、 

石戸谷 重之、髙根 雄也、鈴村 昌弘、

山下 信義、鶴島 修夫、谷保 佐知、

山田 奈海葉、塚崎 あゆみ、 

近藤 裕昭（常勤職員14名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 大気中の微小粒子状物質（PM2.5）の環境基準達成率

を向上させるうえで、短基評価（1日平均値）の未達成

地域において、比較的短い時間継続する高濃度の要因・

発生源を明らかにすることが課題となる。そこで、東京

都心部において大気中の酸素（O2）濃度と二酸化炭素 

（CO2）濃度を高い精度で観測することにより、O2消

費量と CO2生成量の比（oxidative ratio）が燃料種（石

油・石炭・天然ガス）によりそれぞれ異なることを利用

して、PM2.5濃度上昇時の大気に影響を与える燃焼排出

源の燃料種の推定を進めた。2017年12月の PM2.5濃度

の上昇時には oxidative ratio が低い値を示す例が多く、

石炭燃焼系の発生源の寄与を示唆した。また、蛍光 X

線分析装置内蔵型 PM2.5測定器により得られた元素組成

比から、12月の関東平野では、寒冷前線の通過で汚染

状態が解消した際には大陸性気団の流入が生じるが、国

内起源のローカル汚染によるものよりも大陸から長距離

輸送された PM2.5の方が低濃度となり、一般社会での認

識とは逆の結果を示した。 

 化学物質の環境受容性評価では、大気寿命に関わる物

理化学定数等を用いて、環境中除去過程を定量評価する

必要がある。しかし、実際には関連物理化学定数の文献

値等がない場合も多い。本研究では、化学工業で広く利

用される試薬であるヘキサフルオロプロペンオキサイド 

（HFPO）の加水分解速度を室内実験で決定し、雲およ

び海洋への溶解による大気寿命を見積もった。HFPO

の水溶性は低く、気液界面の物質移動が加水分解速度よ

り遅いため、気相濃度変化から直接加水分解速度を求め

ることができず、文献値がなかった。閉鎖循環経路をも

つ反応装置を用いて、HFPO を含む試料ガスを循環さ

せながら一定量の水に繰り返し接触させ、HFPO 分圧

の変化を観察した。実験は、水の攪拌速度、pH および

温度を変えて実施した。pH がアルカリ性になると炭素

―炭素結合の開裂が起きて一酸化炭素が生成するなど生

成物が異なることがわかった。一連の観察結果について、

二重境膜モデルを用いて加水分解速度定数等をパラメー

タとしてシミュレーション計算し、観察結果を再現する

加水分解速度定数を決定した。決定した値から、他の除

去機構がなければ、HFPO は、雲ではなく海洋への溶

解により数百年の大気寿命で除去されると推定された。 

 第四次環境基本計画における、2050年に温室効果ガ

ス排出量を80 %削減するための重要な橋渡し技術であ

る海域地層を利用した二酸化炭素回収貯留（CCS）技
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術の実現に向けて、海水中に万が一漏洩した CO2の動

態予測、監視、環境影響評価手法の構築が不可欠である。

長期間のモニタリングに耐えうる海水中の炭酸系計測セ

ンサーの開発を進めてきた。さらに大気中の温室効果ガ

ス削減の担い手として期待される沿岸浅海生態系（ブル

ーカーボン）に着目し、産業副生物を有効活用した浅海

生態系創生技術とブルーカーボンの定量的評価に向けた

検討を実施した。また海洋環境の適切かつ積極的な産業

利用の推進を図るため、熱水鉱床やコバルトリッチクラ

ストなどの海底鉱物資源開発に関わる環境影響評価・環

境ベースラインモニタリング手法の検討を行った。 

 産業起源の人工の残留性有機汚染物質（POPs）の長

距離輸送現象の解明および POPs を化学トレーサーと

して地球規模での物質動態・環境変動の評価を行った。

特に全球収支を理解する上での鍵反応である自然環境光

下での光分解反応について、中国、インド、4000 m 級

の Wolong 山など第三の極における氷河・大気・土壌・

植生に残留する POPs の環境調査を行い、特に高山か

ら流出した化学物質が蓄積している底泥試料を分析し汚

染等状況を明らかにした。また、ストックホルム条約・

バーゼル条約の緊急課題となっているポリおよびペルフ

ルオロアルキル化合物（PFASs）の安全管理について、

上の全球レベルの環境残留性調査と合わせ、政策レベル

で使用できる信頼性の高い測定値を与えるために、いく

つかの ISO 国際標準分析法を開発した。具体的には世

界初の PFOS/PFOA 国際標準分析法である ISO 25101

の次期規格として、委員会原案（CD）である ISO/CD 

21675を作成し、委員会に回付し承認された。本規格は

11ヵ国27機関が参加した精度管理試験の実施により、

その測定方法の妥当性確認を行った。また新規 POPs

のメチルシロキサンについても最終国際規格原案

（FDIS）として ISO/FDIS 20596-1を作成し委員会に

回付した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］PM2.5、発生源指標、大気中寿命、二酸

化炭素回収貯留技術（CCS）、残留性有

機汚染物質（POPs）、コバルトリッチク

ラスト 

 

⑥【安全科学研究部門】 
（Research Institute of Science for Safety and 

  Sustainability） 

（存続期間：2008.4.1～） 

研究部門長：緒方 雄二 

副研究部門長：玄地 裕 

 

所在地：つくば西、中央第5、北、中央第1 

人 員：38名（38名） 

経 費：537,930千円（188,183千円） 

 

概 要： 

 本研究部門は、事故や災害の被害予測、技術や製品

の健康・環境・経済への影響評価等、幅広い分野にわ

たる評価技術に関して、科学的な評価のみならず社会

的な評価も同時に行う、総合的なリスク評価・管理手

法を開発することを通じて、安全で持続的発展可能な

社会の実現に貢献することを目標として、産業と環境

が共生する社会を目指している。このため、これまで

に高い評価を受けてきた化学物質リスク評価、フィジ

カルハザード評価、ライフサイクルアセスメント、エ

ネルギー技術評価等、個別の評価手法を融合させ、学

際的な融合研究を推進して、安全と持続可能性を同時

に追求する「安全科学」の確立を目指している。 

 平成29年度は、リスク評価戦略、環境暴露モデリ

ング、排出暴露解析、爆発安全研究、爆発利用・産業

保安研究、社会と LCA 研究およびエネルギーシステ

ム戦略の7グループで研究開発を行った。豊かで環境

に優しい社会を実現するグリーン・テクノロジーを推

進する産総研エネルギー・環境領域の一員として、領

域ミッションである環境・安全技術「リスク評価から

リスクトレードオフ、リスクコミュニケーションへ」

を担当し、化学物質や材料、エネルギーを適切に利用

するためのリスク評価・管理手法を開発するとともに、

産業事故の防止及び被害低減化に向けた技術開発を行

うことを目的として、以下の2つのミッションを挙げ

ている。 

 ミッション①「化学物質や材料、エネルギーを適切

に利用するためのリスク評価・管理手法の開発」：行

政・企業等の社会ニーズおよび国際化に対応するため、

新規材料や化学物質複合影響のリスク評価手法の開発

を進め、これらの成果を行政や国際機関における安全

管理枠組みへ反映させる。また、産業のイノベーショ

ンを支援するために地球規模のリスク評価・管理手法

やエネルギー評価手法を開発する。 

 ミッション②「産業事故の防止及び低減化に向けた

技術開発」：化学物質の爆発影響を評価技術、および

有効利用技術を開発するとともに、産業の安全及びリ

スク低減化に向けた評価技術の開発を行う。 

 これらのミッションに対応して、平成29年度は、

本研究部門のプレゼンスを示す部門重点課題（ユニッ

ト戦略課題）として1）安全管理政策に資するリスク

評価研究、及び2）鉱工業のイノベーションを支える

評価技術の開発を選定し、融合研究を実施した。また、

本年4月に LCA 評価手法による国内外との連携強化

と技術評価の実施と方法論の確保のため IDEA ラボ

を設立した。 

--------------------------------------------------------------------------- 

外部資金： 

経済産業省 受託研究費「平成29年度化学物質安全対

策（ナノ材料気管内投与試験法等の国際標準化に関する
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調査）」 

 

経済産業省 受託研究費「平成29年度水素導管供給シ

ステムの安全性評価事業（水素導管の大規模損傷リスク

評価）」 

 

経済産業省 受託研究費「平成29年度石油精製等に係

る保安対策調査等事業（高圧ガスの過去事故分析による

チェックポイントの調査研究）」 

 

経済産業省 受託研究費「平成29年度石油精製等に係

る保安対策調査等事業（プラント内における非防爆機器

の安全な使用方法に関する調査）」 

 

一般財団法人日本規格協会 受託研究費「火薬類の安定

度試験に関する JIS 開発」 

 

公立大学法人静岡県立大学 受託研究費「平成29年度

「省エネ型電子デバイス材料の評価技術の開発事業（機

能性材料の社会実装を支える高速・高効率な安全性評価

技術の開発 －毒性関連ビッグデータを用いた人工知能

による次世代型安全性予測手法の開発－）」 

 

国立大学法人東北大学 受託研究費「住家内汚染の包括

的研究及びこれによる内部被ばく線量評価」 

 

国立大学法人京都大学 受託研究費「平成29年度セル

ロースナノファイバー活用製品の性能評価事業委託業務」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

受託研究費「非可食性植物由来化学品製造プロセス技術

開発／CNF 安全性評価手法の開発」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 受託研究費「エネ

ルギーキャリアに関するステーションとその周辺に対す

るリスク評価手法開発と社会受容性調査」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 受託研究費「上流

インベントリデータベースの開発」 

 

基盤研究（A）科研費補助金「分散型エネルギー取引市

場制度設計に関する理論構築、経済実験及び社会実装」 

 

基盤研究（B）科研費補助金「放射線被ばくへの効果的

な対策に資する問題解決型リスク評価手法・過程の検討

と実践」 

 

基盤研究（B）科研費補助金「室内環境における SVOC

類の挙動解析及び統合的暴露評価／リスク評価」 

 

基盤研究（C）科研費補助金「ミジンコ類の表現型可塑

性と化学物質による攪乱影響の評価」 

 

基盤研究（C）科研費補助金「太陽光・風力発電の大量

連系と電力需給バランスを考慮した CO2削減効果の推

計」 

 

若手研究（A）科研費補助金「複雑混合物のリスク評価

に向けた暴露評価手法開発」 

 

若手研究（A）科研費補助金「グローバルサプライチェ

ーンにおける隠れた水資源フローに起因する環境リスク

評価手法」 

 

研究活動スタート支援 科研費補助金「家庭用エネルギ

ー技術の包括的評価手法の開発」 

 

研究成果公開促進費 科研費補助金「リレーショナル化

学災害データベース」 

 

基盤研究（C）科研費補助金「産業事故発生メカニズム

の解明と事故抑止のための生産システムの実験的検証」 

 

若手研究（B）科研費補助金「化学物質の有害性推論手

法の確立に資する統計的手法の深化とその適用」 

 

国際共同研究加速基金（国際共同研究強化） 科研費補

助金「放射線被ばく等への効果的なリスク対策に資する

リスク評価手法・過程に関する研究（国際共同研究強

化）」 

 

基盤研究（A）科研費補助金「サプライチェーンが産み

出す価値と環境・資源ストレスの統合的ホットスポット

分析」 

 

基盤研究（A）科研費補助金「システム改革の下での地

域分散型エネルギーシステムへの移行戦略に関する政策

研究」 

 

基盤研究（A）科研費補助金「化学物質の包括的モニタ

リングを可能にする質量分析法の応用に関する研究」 

 

基盤研究（B）科研費補助金「金属素材の持続可能な循

環利用システムの構築」 

 

基盤研究（B）科研費補助金「住宅における Dampness

の室内環境の解明と健康リスクマネジメント」 

 

基盤研究（C）科研費補助金「単一パルス高圧衝撃波管

によるテトラフルオロエチレン爆発予知のための反応モ
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デル構築」 

 

基盤研究（C）科研費補助金「チタンと硝酸との反応に

よる爆発性物質の同定及び安全取扱技術の確立」 

 

静岡県 受託研究費「環境に優しいローエミッション花

火の製造技術の開発」 

 

静岡県 受託研究費「アルミニウムを反応媒体とした

SBH（Sodium Borohydride）の工業的製造技術開発と

SBH 製造に伴う副生アルミナのアルミニウムへの再生

および副生アルミナの品質制御条件の確立」 

 

独立行政法人自動車技術総合機構 請負研究「大気化学

輸送モデルを用いた自動車等排出ガス低減対策の効果推

定とその検証」 

 

一般社団法人日本化学工業協会 受託研究費「化学物質

の有害性予測および環境リスク評価・管理システムの高

度化」 

 

国立大学法人横浜国立大学 厚労省科研費補助金（分担

金）「定性的手法を用いた労働災害防止対策の取り組み

に対する労働者の認識の分析 

 

公益財団法人住友財団 財団助成金「金属資源循環シス

テムの環境影響評価に向けた基礎データの確立」 

 

一般社団法人日本鉄鋼協会 社団助成金「革新的 LCA

による鉄鋼材料の社会的価値の見える化」 

 

公益財団法人鉄鋼環境基金 財団助成金「種間差と水質

を考慮したミジンコに対するニッケルの生態毒性評価」 

 

発 表：誌上発表105件、口頭発表200件、その他27件 

--------------------------------------------------------------------------- 

リスク評価戦略グループ 

（Risk Assessment Strategy Group） 

研究グループ長：玄地 裕 

（つくば西） 

概 要： 

化学物質、ナノ材料および放射性物質のリスクに関

連する具体的な課題について評価を実施しながら、適

切なリスク評価・管理手法の開発や考え方とその適用

に関する研究を推進する。平成29年度の研究概要は

以下の通り。 

① 化学物質のリスク 

 休廃止鉱山地域での金属の生態リスク評価研究に

着手し、本格的な生態リスク評価・管理研究に向け

て、某休廃止鉱山において予備的調査を実施し、そ

の結果を解析した。試験生物を用いた生態影響評価

を実施するための基盤整備として、生物試験設備の

整備と信頼性評価を実施した。人工知能による有害

性推論手法開発では、プロジェクトの基盤となるイ

ンビボ毒性試験データの整備と解析を行った。複数

物質の有害性推定手法については、混合物である洗

浄剤の有害性メカニズムの解析を行った。 

② 工業ナノ材料のリスク 

 ナノ材料の気管内投与試験のラボ間比較の統計解

析や肺負荷量計測等の分析を実施した。セルロース

ナノファイバー（CNF）安全性評価手法開発プロ

ジェクトに着手した。その中で CNF 試料調製条件

と分散液中の物理化学的特性との関係性を取得し、

気管内投与試験の条件の検討を行った。事業者や関

連団体と連携しながら簡易なナノ炭素材料の有害性

評価手法について普及に努めた。 

③ 放射性物質のリスク 

 福島県を対象とした被災地の実態に合う個人被ば

く線量の推定のためのツール（Web 版）のプロト

タイプを開発した。ノルウェーやフランスの研究者

と協力して、個人被ばくに関するリスク対策・基準

値等の国際比較に資する情報を体系的に整理した。

帰還時の清掃や生活におけるリスク評価およびリス

ク低減策を検討のために、帰宅困難区域の住宅を対

象として、ハウスダスト及びエアロゾル中の放射能

を計測した。 

研究テーマ：テーマ題目1 

 

環境暴露モデリンググループ 

（Environmental Exposure Modeling Group） 

研究グループ長：梶原 秀夫 

（つくば西） 

概 要： 

 化学物質のリスク管理において、環境中の濃度を知

ることは最も重要な課題の一つと考えられる。環境中

濃度は、観測を行うかモデルによる計算で求められる

が、新規の物質等観測データが存在しない場合の推定

や限られた観測データからの全体状況の把握、将来や

過去の状況推定等でモデルの果たす役割は大きいと言

える。 

 このような背景から、当グループでは、化学物質の

人や生態系へのリスク評価において、最も基礎となる

暴露評価技術の開発を行っている。大気、河川、海域、

室内（製品）等、複数の暴露評価モデルの開発を行い、

これらを用いた暴露・リスク評価を他のグループと連

携して実施し、その結果を化学物質管理等の政策に反

映させる。平成29年度は、以下に示す外部資金及び

内部資金によるプロジェクトと民間企業との共同研究

を中心に研究を進めた。 

① 大気化学輸送モデルを用いた自動車等排出ガス低
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減対策の効果推定とその検証 

② 非可食性植物由来化学品製造プロセス技術開発／

CNF 安全性評価手法の開発 

③ AIST-SHANEL の河川底泥濃度推定精度向上に

関する研究 

 また、これまで開発してきたモデルや研究成果の普

及や維持管理にも努めた。 

研究テーマ：テーマ題目1 

 

排出暴露解析グループ 

（Emission and Exposure Analysis Group） 

研究グループ長：恒見 清孝 

（つくば西） 

概 要： 

 新規物質、代替物質や混合物のヒト健康や生態への

排出・暴露解析やリスク評価を通じて、行政ニーズお

よび国際化対応や新技術のイノベーションを支援する

ことを目標として、排出解析、暴露解析を実施し、物

性解析手法、環境中への排出量推定手法、発生源同定

手法、環境中動態推定手法、ヒト・生物の暴露量推定

手法等の手法の開発を行っている。平成29年度は、

以下の研究を実施した。 

① 混合物の物性推定手法・発生源同定手法の開発 

・環境中や製品中の複雑な化合物組成を有する混合物

に対して適用可能な物性推定手法を、劣化エンジン

オイル試料に適用した。二次元分離分析装置の出力

を介した本手法が、本試料のような中程度の複雑混

合物に対しても適用可能である事を確認した。 

・多数の環境試料から、特徴的な成分を統計学的手法

で抽出する方法を開発し、実試料への適用を行った。

混合物試料について、本手法が80 %程度の正答率

で、成分の特徴に応じた試料分類化を行える事を確

認した。 

② 生態リスク評価ツールの開発 

・環境省の生態毒性予測システムと連結して、新規物

質を評価できる機能と、汎用生態リスク評価管理ツ

ール（MeRAM）搭載毒性データベースから物質別、

生物種類別、毒性種別に CSV ファイルへエキスポ

ートする機能を、MeRAM-Ver. 2.0.1に搭載した。 

・環境省主催セミナーや部門講演会で、複数回

MeRAM のツール講習会を実施し、都道府県の行

政担当者や産学官関係者への普及を図った。 

③ ナノセルロースの排出・暴露評価 

・飛散したナノセルロースの計測手法として、エアロ

ゾル計測器や熱炭素分析の計測応答を評価し、その

有用性を確認した。 

・ナノセルロース乾燥粉体の移し替えや複合材料の切

削について、それぞれ模擬排出試験系を作成し、試

験条件を確立して、事例の集積を進めた。 

④ エネルギーキャリアとしての水素活用における先

進的リスク評価 

・有機ハイドライド型水素ステーションを対象に、爆

発・火炎と急性毒性影響のスクリーニング評価を実

施し、主要な事故シナリオを抽出した。 

・ディスペンサー周辺の詳細なリスク評価を実施し、

リスク許容レベルに応じた離隔距離を算出した。 

・社会受容性調査を実施し、自宅近隣へ水素ステーシ

ョン建設を想定した場合、リスク情報を含めた情報

提供が受容性を向上させる結果を得た。 

・水素ステーションおよびその周辺に関するリスク評

価書の暫定版を作成した。 

⑤ 原発事故に起因するリスクの定量化手法開発 

・震災後に悪化したとされる糖尿病および精神的スト

レスによるリスクの大きさを、放射線被ばくと比較

する手法開発を行った。震災前後のリスクの変化量

を、損失余命や損失幸福余命の尺度で示した。 

 ⑥ 事故のリスク認知、リスク対応に関する評価 

・難燃剤代替を例に製品安全に関する社会受容性調査

を実施し、化学物質による定常リスクよりも事故に

よる突発的なリスクを重視している結果となった。 

・原発事故後に研究者や行政等によって実施された放

射線リスクへの対応やリスクコミュニケーションに

ついて論文や報告書を分析した。その対応内容、開

始時期が福島県内でも地域により異なることを示し、

事故後必要なリスク対応をパターン化できた。 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目2 

 

爆発安全研究グループ 

（Explosion Safety Research Group） 

研究グループ長：若林 邦彦 

（つくば中央第5、北） 

概 要： 

 当グループでは、爆薬に代表される高エネルギー物

質等の発火・爆発現象の解明、爆発安全性評価手法や

安全化技術、爆発影響の評価と低減化技術、高エネル

ギー物質を有効に利用する技術等の研究を実施してい

る。爆発影響低減化技術の開発に関する研究では野外

爆発実験を実施し、地中式火薬庫模型（鋼管長さ6 m、

鋼管長さ／直径=9）から開放される爆風圧の距離・

角度分布等を明らかにした。煙火玉の殉爆試験におい

ては、煙火玉周囲に設置した緩衝材の違いによる殉爆

度のデータを取得した。火薬類の威力評価においては、

野外及び室内実験によってコンポジット推進薬の放射

熱に関するデータを取得した。薬室部分の前方に断面

積を縮小した前室を設けた地中式火薬庫模型を用いた

室内実験においては、爆風圧は薬室と前室の断面積比

に依存しており長さの影響は受けないこと、断面積一

定の火薬庫模型に比べ爆風圧を低減できることが分か

った。化学物質の爆発性評価および保安技術に関する

研究においては、主として外部の依頼による発火・爆
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発性の評価を実施した。火薬類の安定度試験に関する

JIS 開発を行った。 

研究テーマ：テーマ題目1 

 

爆発利用・産業保安研究グループ 

（Industrial Safety and Physical Risk Analysis Group） 

研究グループ長：久保田 士郎 

（つくば西） 

概 要： 

 本研究グループでは、火薬類等の高エネルギー物質

および高圧ガス、可燃性ガス等の安全利用技術に関す

る基盤的な研究と産業保安の研究を実施している。火

薬類の安全利用に関する研究では、火薬類の爆発によ

る亀裂発生過程を再現するシミュレーション手法の確

立を目指し、妥当性検証のための小規模爆破実験と数

値解析を実施した。実験では画像相関法を用いて岩石

試料に発生する時々刻々の応力状態を評価した。また、

地中式火薬庫の爆発影響低減化効果の検証のため、野

外実験において地盤振動計測を実施し、技術基準作成

に資するデータを提供した。高圧ガスおよび可燃性ガ

スの安全性に関する研究では、水素導管供給システム

の安全性評価研究として、他工事等による掘削坑を模

擬したモデル坑中において埋設導管が損傷することを

想定し、坑内に放出された水素が着火した際の周囲影

響を燃焼・着火実験を実施し、事故発生時のリスク評

価に資するデータを得た。また、水素ステーション設

置に対する社会受容性向上を目的として、漏洩の発生

頻度を推定するとともに、事故シナリオについて検討

し、各シナリオにおける火炎等の被害予測を実施した。 

産業保安の研究では、昨年度までの、高圧ガスの過去

事故分析によるチェックポイント（CP）の調査研究

で抽出されたものと統合して3,000件を超える現場保

安 CP 集を作成した。また、CP 活用システムについ

て、現場からの評価を受けてシステムを改善した。リ

レーショナル化学災害データベースに約200件の事故

概要、約10件の事故進展フロー図を新規登録した。

石油精製・石油化学プラントにおける設備の高経年化

や熟練作業員の減少等の安全上の課題に対して、プラ

ント内での IoT 機器等の活用のニーズ調査等実施し、

プラント内での安全な使用に向けて課題を整理した。 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目2 

 

社会と LCA 研究グループ 
（Advanced LCA Research Group） 

研究グループ長：工藤 祐揮 

（つくば西） 

概 要： 

 本研究グループでは、新規技術の社会実装や、その

普及を促進するための施策の実施によって生じうる環

境や社会経済への影響や波及効果を把握するために、

ライフサイクルアセスメント、資源リスク分析、エネ

ルギーシステム分析等に基づいた評価手法の開発と、

それらを用いた技術評価や持続可能な社会を実現する

ための社会制度設計に関する研究を実施している。ラ

イフサイクルインベントリデータベースとして、世界

スケールでの水消費に関わるリスク評価に対応したデ

ータベースを構築し、日本の家計消費に付随する水消

費量を対象としたデータ検証を行った。また、木質バ

イオマスからの各種化学品原料合成プロセスについて

ライフサイクル GHG 排出量の算出を行い、環境や産

業に与える影響を評価した。ライフサイクル影響評価

手法では、プラネタリーバウンダリーを地域スケール

に発展させた指標を開発し、また環境影響評価手法の

世界標準化を実施している UNEP/SETAC Life Cycle 

Initiative のフラッグシッププロジェクトで、資源消

費に関する影響評価モデルのコンセンサス・ビルディ

ングを進めた。資源クリティカリティ評価では、過去

の供給障害についてその原因などの背景情報を調査す

ることで、主要原因の抽出や金属ごと、地域ごとのリ

スク顕在化の傾向を分析した。エネルギーシステム分

析では、各種エネルギーキャリアを用いた水素サプラ

イチェーンのライフサイクル分析を実施するとともに、

エネルギーシステムモデルを用いて、わが国の将来の

エネルギーシステムにおける水素の役割について検討

を行った。またエネルギー利用に関するインセンティ

ブ制度の設計を行うため、HEMS（Home Energy 

Management System）で累積2万世帯以上のデータ

を用いて蓄電池、再生可能エネルギー導入のインセン

ティブを定量化し、分散エネルギー導入の阻害要因を

抽出した。 

研究テーマ：テーマ題目2 

 

エネルギーシステム戦略グループ 

（Energy Systems Analysis and Policy Study Group） 

グループ長：近藤 康彦 

（中央第5、つくば西、中央第1） 

概 要： 

 当グループは、安定供給、経済効率、環境適合、安

全性（3E+S）という4つの評価軸から見て最適なエ

ネルギーシステムはどうあるべきか、という課題にエ

ネルギー技術評価というアプローチで取り組んでいる。 

 国内領域では、水素等のエネルギーキャリアの導入

が我が国のエネルギー需給に及ぼす長期的影響の分析、

および再生可能エネルギーの大量導入に関する分析を

行っている。平成29年度は、太陽光発電を大量に含

む電力系統の発電機起動停止計画策定に応用可能な、

複数時刻・地点における日射量の多重信頼区間を推定

する手法の開発を行った。 

気象モデルを用いた日射量予測の信頼区間を設定す

る新たな手法、また風況に基づく風力発電の出力変動
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を考慮した発電量の変動予測を行う手法の開発を行っ

た。さらに太陽光発電・風力発電のポテンシャル評価

を行うとともに、地域の電力需要量とマッチングさせ

た受容可能量を評価する手法の開発を進め、成果を取

り纏めた。 

 グローバル領域では、世界全体のエネルギー、鉱産

物、バイオマス・食料の資源需給、ライフサイクル影

響評価モデル（LIME）、経済モデルを統合したグロ

ーバルな統合評価モデルの開発を行っている。平成

29年度は、一昨年度構築した需要推計モデルにおい

て IPCC の社会経済に関する新たなシナリオを基に、

エネルギーと資源量を内生化することで、従来過大と

なっていた需要量を精緻に評価することが可能となっ

た。 

 省エネルギーの分析と評価の研究では、地域の産業

構造から業種別の日負荷曲線の違いを考慮した電力需

要推計モデルの構築を進め、電力需給調整に関する制

約について検討を行った。また電力需要に影響を与え

る省エネルギー対策に拠る経済効果、温暖化対策効果

の定量的評価に着手し、業種・用途あるいは部門横断

的に対策優先順位付け意思決定ツールを開発し高度化

を行った。 

研究テーマ：テーマ題目2 

 

IDEA ラボ 
（Research Laboratory for IDEA） 

ラボ長：田原 聖隆 

（つくば西） 

概 要： 

 IDEA ラボは本年度4月に設立した。ラボは呼称で

あり、研究プロジェクトメンバーを中心に構成され、

他部門、他領域を含む組織横断的な組織である。ラボ

のミッションは、日本国内のほぼ全ての事業における

経済活動を網羅的にカバーした3,800以上の製品やサ

ービスのプロセスからなる IDEA （ Inventory 

Database for Environmental Analysis）の開発を基

礎として、国内外の研究機関との連携、各種新技術の

評価の実施と方法論の確立である。 

本年度の主な成果として、最新の電源構成データの

反映やデータの更新などを実施した IDEA ver.2.2の

リリースや、海外への販売展開として、ドイツの

GreenDelta 社の OpenLCA からの IDEA 販売開始お

よび、GLAD への参加により海外データとの相互利

用性を向上させた。また、韓国、台湾、ベトナム、イ

ンドネシア、マレーシアのインベントリデータを

IDEA のプロセスデータをベースに、その国のエネル

ギーの状況に応じたデータベースを作成した。昨年度

のタイ、中国を合わせた7カ国で、我が国のアジア地

域の輸入を9割以上カバーできるようになった。加え

て、NEDO、JST、環境省、科研費などの研究プロジ

ェクトに参画し、技術評価やデータベースの構築を実

施した。 

研究テーマ：テーマ題目2 

-------------------------------------------------------------------------- 

［テーマ題目1］安全管理政策に資するリスク評価研究 

［研究代表者］緒方 雄二（安全科学研究部門） 

［研究担当者］緒方 雄二、東野 晴行、蒲生 昌志、

若林 邦彦、松永 猛裕、藤田 克英、

内藤 航、加茂 将史、篠原 直秀、 

竹下 潤一、眞野 浩行、岩﨑 雄一、

梶原 秀夫、石川 百合子、 

井上 和也、林 彬勒、小倉 勇、 

頭士 泰之、薄葉 州、秋吉 美也子、

松村 知治、岡田 賢、杉山 勇太、

久保田 士郎、椎名 拡海、 

佐分 利禎、高橋 文明、松木 亮 

（常勤職員28名） 

［研 究 内 容］ 

 産業と環境が共生する社会の実現に向けて、化学物質

や材料、エネルギーを適切に利用することで環境リスク

やフィジカルリスクを低減することが必要である。この

ために、環境リスクやフィジカルリスクの評価・管理手

法の開発を行政・企業等の社会ニーズおよび国際化に対

応して進める。 

① 化学物質のリスク評価研究では、新たな社会ニーズ

に対応するため、新規材料及び化学物質複合影響のリ

スク評価手法の開発を進める。また、国際的利用も視

野に入れて評価ツールを高度化する。平成29年度は、

ナノ材料吸入暴露時の有害性評価手法としての気管内

投与試験の標準化や、材料の違いによる動態や有害性

の同等性判断基準を策定した。金属化合物の評価単位

の同定及び石油由来炭化水素の物性推定の手法を確立

し、河川や生態リスク等の評価ツールを高度化した。 

② 爆発安全評価研究では、高エネルギー物質や高圧ガ

スの発火・爆発現象の解明を進め、安全性評価手法や

爆発影響を低減化する技術、有効利用技術を開発する。

国連試験法の提案等を通じて、国際的な危険物質の取

扱基準の策定に貢献する。平成29年度は、校正ガス

NO を用いた、よう化カリウムでんぷん紙の性能試験

法を開発し、JIS K 4822改正と火薬類取締法関係告

示の一部改正に貢献した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］ナノテクノロジー、ナノ材料、リスク評

価、有害性評価、暴露評価、リスク管理、

カーボンナノチューブ、火薬類、火薬庫、

保安距離、行政ニーズ、安全性評価、爆

風圧、可視化計測、BOS 法、環境低負

荷、爆破解体、破砕デバイス、電子制御、

破壊実験、ナノリスク、粉塵爆発、混合

液化ガス、液体酸素、液体酸素濃度、光
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吸収、高圧ガス、可燃性ガス、支燃性ガ

ス、微燃性冷媒、爆発影響評価 

 

［テーマ題目2］鉱工業のイノベーションを支える評価

技術の開発 

［研究代表者］玄地 裕（安全科学研究部門） 

［研究担当者］玄地 裕、田原 聖隆、恒見 清孝、 

村田 晃伸、小野 恭子、牧野 良次、

塚原 建一郎、工藤 祐揮、小澤 暁人、 

河尻 耕太郎、本下 晶晴、本田 智則、 

畑山 博樹、西尾 匡弘、歌川 学、 

近藤 康彦、安芸 裕久 

（常勤職員17名） 

［研 究 内 容］ 

 産業と環境が共生する社会の実現に向けて、化学物質

や材料、エネルギー・環境評価等のイノベーションを支

える産業から地球規模のリスク評価・管理手法を開発す

るとともに、産業の安全及びリスク低減化に向けた評価

技術の開発を行う。 

① 水素サプライチェーン等を対象に、事故発生確率、

ハザード、脆弱性、暴露、リスク評価から産業保安、

社会受容性に至る一貫した安全管理に関わる解析評価

を行う。平成29年度は、水素とエネキャリ漏洩事故

による爆風圧・火炎・急性影響のリスクに関するスク

リーニング評価を完了し、詳細に評価すべき主要な事

故シナリオを抽出した。 

② マルチクライテリア評価に向けた影響手法開発とイ

ンベントリデータベース IDEA の構築を行う。平成

29年度は、資源安定供給を阻害するリスク要因につ

いて、450件の供給障害事例を分析することで鉱種や

国ごとの傾向を客観的に提示した。また、IDEA は、

タイ、中国版 IDEA を構築し、新規技術として、次

世代炭素繊維プロセス、非可食バイオマスからの化学

製品製造プロセス等の評価を行った。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］リレーショナル化学災害データベース

（RISCAD）、事故分析手法 PFA、保安

力評価、安全文化、経済性分析、水素エ

ネキャリ、リスク評価、LCA、インベ

ントリデータベース、産業マトリックス、

消費者行動、バイオマス、土地利用、水

資源 

 

⑦【太陽光発電研究センター】 
（Research Center for Photovoltaics） 

（存続期間：2015.4.1～2020.3.31） 

 

研究センター長：松原 浩司 

副研究センター長：増田 淳 

副研究センター長：吉田 郵司 

首 席 研 究 員 ：佐山 和弘 

 

所在地：つくば中央第2、つくば中央第5、 

九州センター 

人 員：44名（44名） 

経 費：1,067,856千円（298,705千円） 

 

概 要： 

 地球上にあまねく降り注ぎ、枯渇の心配もない太陽

のエネルギーを利用する太陽光発電は人類の持続的発

展のために重要な技術である。産総研では太陽光発電

研究に戦略的に取り組むために2004年から研究セン

ターを設置して研究を続けてきた。エネルギー・環境

領域のミッションである“豊かで環境に優しい社会の

実現”のために、太陽光発電に関連する技術開発等に

取り組み、太陽光発電の持続的な普及と発展を通して

低炭素社会の実現、エネルギー安全保障の確保、経済

発展、雇用創出等に貢献することをミッションとする。

そのために、民間企業との共同研究等を通した材料、

デバイス、システムの技術開発や、従来技術の延長線

上にない革新的な太陽光発電技術の開発、太陽光発電

産業の共通基盤技術である基準セル校正技術やデバイ

スの高精度性能評価技術の高度化などを推進している。

また新たな太陽光エネルギーの有効利用技術として、

人工光合成や太陽光エネルギー変換による有用化成品

製造などにも取り組んでいる。 

 現在、8つの研究チームで構成され、産総研つくば

センターと九州センターの2拠点で研究開発を展開し

ている。福島再生可能エネルギー研究所（FREA）の

再生可能エネルギー研究センターの太陽光チーム等と

も連携して研究を実施している。一方、海外の研究機

関との交流、協力関係構築も図っており、特に米国国

立再生可能エネルギー研究所（NREL）、フラウンホ

ーファー研究機構太陽エネルギーシステム研究所

（FhG-ISE）とは、三者 MOU を締結して研究協力

を進めている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

外部資金： 

経済産業省「平成29年度革新的なエネルギー技術の国

際共同研究開発事業（クリーンエネルギー技術開発）／

太陽光による有用化学品製造」 

 

経済産業省「平成29年度革新的なエネルギー技術の国

際共同研究開発事業（クリーンエネルギー技術開発）／

単結晶化・積層化による太陽電池の高効率化技術の開発」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

「高性能・高信頼性太陽光発電の発電コスト低減技術開

発／共通基盤技術の開発（太陽光発電システムの信頼性

評価技術等）／太陽電池性能高度評価技術の開発（新型
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太陽電池評価・屋外高精度評価技術の開発）」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

「高性能・高信頼性太陽光発電の発電コスト低減技術開

発／太陽電池セル、モジュールの共通基盤技術開発／

CIS 太陽電池高性能化技術の研究開発（光吸収層の高

品質化による CIS 太陽電池の高効率化）」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

「高性能・高信頼性太陽光発電の発電コスト低減技術開

発／共通基盤技術の開発（太陽光発電システムの信頼性

評価技術等）／太陽光発電システムの高精度発電量評価

技術の開発（経年劣化を考慮した各種太陽電池の発電量

評価技術の開発）」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

「高性能・高信頼性太陽光発電の発電コスト低減技術開

発／共通基盤技術の開発（太陽光発電システムの信頼性

評価技術等）／太陽光発電の寿命予測ならびに試験法の

開発（太陽電池モジュールの劣化現象の解明、加速試験

法の開発）」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

「高性能・高信頼性太陽光発電の発電コスト低減技術開

発/革新的新構造太陽電池の研究開発／超高効率・低コ

ストⅢ-Ⅴ化合物太陽電池モジュールの研究開発（低コ

スト化技術・量子ドット成長技術）」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

「太陽光発電システム効率向上・維持管理技術開発プロ

ジェクト／太陽光発電システムの安全確保のための実証

／太陽光発電設備の安全化に関する実証試験および研究」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構「戦略的創造研究推

進事業／分散協調型エネルギー管理システム構築のため

の理論及び基盤技術の創出と融合展開／太陽光発電予測

に基づく調和型電力系統制御のためのシステム理論構築

／時空間領域の高精度 PV 発電予測・把握技術」 

 

国立大学法人東京大学「ペロブスカイト系革新的低製造

コスト太陽電池の研究開発（新素材と新構造による高性

能化技術の開発）」のうち「界面制御技術」 

 

独立行政法人日本学術振興会「科学研究費補助金／若手

研究（A）／有機鉛ペロブスカイト太陽電池高効率化の

ための結晶成長制御」 

 

独立行政法人日本学術振興会「科学研究費補助金／新学

術領域研究／分子・半導体光触媒による高効率可視光水

分解系の開発」 

発 表：誌上発表136件、口頭発表338件、その他12件 

--------------------------------------------------------------------------- 

評価・標準チーム 

（Calibration, Standards and Measurement Team） 

研究チーム長：菱川 善博 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 太陽電池の評価・標準に関わる基盤技術である校正

技術・性能評価技術の開発を行い、我が国太陽電池産

業の国際競争力強化・大量導入および輸出入の促進に

貢献することを目的とする。太陽電池の価値に直結す

る基準太陽電池校正技術・新型太陽電池性能評価技

術・高精度屋外評価技術の開発を行い、太陽電池の評

価・標準の高精度化およびトレーサビリティ体系の維

持を図ると共に、技能試験・国際比較等を実施し、開

発した技術の国際的整合性の検証・確立・維持・普及

を推進する。基準太陽電池の校正・各種太陽電池の性

能評価測定・共同研究等により、研究成果を積極的に

普及・活用すると共に、最新のニーズを把握して効率

的な研究を推進する。また、開発した技術の JIS・

IEC 規格への標準化にも積極的に貢献する。 

年度進捗： 

1）一次基準太陽電池セルの校正を実施すると共に、

更に高精度な校正技術を実現するための技術開発を

実施している。ソーラシミュレータ法による太陽電

池校正技術を高度化するための要素技術の開発とし

て、超高温定点黒体輻射や6分岐ファイバ型絶対分

光放射計、精密構造型キャビティ絶対放射計を用い

て高度化し、それぞれの性能の妥当性と技術的課題

の抽出を行っている。分光放射計の対光非直線応答

を精密に評価し、光電子増倍管の分担波長で無視で

きない＋5 %の対光非直線応答を確認し、その解消

方法に関る検討を行った。要素技術の改善改良によ

り、現状の最高校正能力を0.65 %（k=2）に向上し

た。 

2）各種新型太陽電池の高精度性能評価を実施し、各

デバイスに最適な評価技術を開発・検証した。ペロ

ブスカイト太陽電池については昨年度までに開発し

た性能評価法に最大電力点追従制御（MPPT）法を

併用しデバイス安定性を担保した測定法の提案と検

証を実施した。IEC 等国際標準化、学会論文等発

表、欧米の太陽電池評価機関との太陽電池セル・モ

ジュール比較測定等による国際整合性検証及び開発

成果の普及を推進した。 

3）PV モジュール日射センサ（PVMS）による日射

計測と高速 IV 測定技術等を用いた高精度屋外評価

法を開発し、各種結晶シリコン太陽電池モジュール

を用いて検証した。実用上重要な日射変動日の時系

列測定において、再現性1 %以内の高精度な性能評

価が可能であることを確認した。更に、開発した性
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能評価技術応用として、モジュールを複数直列接続

したストリング性能の高精度評価を開始した。 

 

システムチーム 

（PV System and Application Team） 

研究チーム長：大関 崇 

（つくば中央第2） 

概 要： 

太陽光発電設備の健全な普及に資することを目的と

して、太陽電池モジュールや各種太陽光発電設備の性

能評価・不具合事例分析を通じた太陽光発電設備の長

期信頼性や安全性に関する研究開発、および、太陽光

発電技術が将来におけるわが国の主力電源となるため

に必要な発電予測手法の技術開発などを実施している。

また、太陽光発電の導入ポテンシャルや付加価値を高

めるための新しい制御技術の提案や太陽光発電技術の

健全な導入を側面的に支援するための社会制度や政策

に関する提言も行っている。 

年度進捗： 

 太陽光発電設備の安全化に関して、バイパス回路故

障の実態把握と屋内外における信頼性試験方法の検討

を行い、温度サイクルの屋内試験方法が屋外故障事象

を再現できる可能性を示した。また、不感帯の無い地

絡検知手法の開発および屋外試験を実施するとともに、

太陽電池モジュールの事故時の無電圧化回路のプロト

タイプの作製を行った。太陽光発電設備の長期信頼性

に関する研究開発については、太陽電池モジュールの

屋外での定格性能判定方法として、多様な日射強度・

太陽電池モジュール温度条件のもとで、日射強度や太

陽電池モジュールの温度を積極的に取得しなくとも、

数回の電流－電圧特性の試行結果から、対象とする太

陽電池モジュールの定格性能を判定することが可能な

方法について継続的に検証を実施している。さらに、

屋内の標準試験状態では出現しないが、屋外の高温環

境下では出現する不具合事例を発見した。 

 発電予測に関しては、アンサンブル予報を活用する

ことにより、大外れの検知手法を開発し、稀頻度に発

生する事象が検知できる可能性を示した。また、衛星

観測データからの日射量推定データと導入量の空間的

分布を考慮した発電把握技術を開発するとともに、実

測された多地点の発電データを用いた持続モデルと数

値予報モデルとの融合モデルを開発し、短時間から前

日までシームレスに予測を可能とした。また、限られ

た地点のデータを利用することによるアップスケーリ

ングモデル開発のため、ランダムサンプリングにより

選別するサイト数と予測誤差との解析を行い、空間的

配置を考慮すれば、500サイト以上の場合、ランダム

サンプリングによる方法でも十分であることを示した。 

 

モジュール信頼性チーム 

（Module Reliability Research Team） 

研究チーム長：千葉 恭男 

（つくば中央第2、九州センター） 

概 要： 

 本研究チームでは、太陽電池モジュールの信頼性に

関する研究ならびに屋外に設置した太陽電池モジュー

ルの実環境性能評価の研究を実施している。 

 前者においては、太陽電池モジュールの信頼性向

上・長寿命化に繋がる研究を通じて、発電コストの低

減に資するとともに、信頼性を正確に判定可能な試験

法開発を通じて、太陽電池モジュールの信頼性を可視

化し、付加価値の向上に資することを目標に研究を実

施している。当面目標とする太陽電池モジュールの寿

命は30年であり、将来的には40年の寿命に繋がる技

術を開発する。長期屋外曝露を経た太陽電池モジュー

ルの劣化機構を解明するために、劣化事例を収集、解

析するとともに、テストモジュールを用いて劣化モデ

ルを証明する。これらの知見をもとに、太陽電池モジ

ュールの信頼性を正確に評価できる試験法を開発する。

また、複数の劣化要因を組み合わせた試験法や試験時

間の短縮に繋がる高加速試験法を開発する。さらには、

まったく新規の要素技術を含む試験法や有機太陽電池

等に応用可能な試験法を開発する。これらの試験法開

発を通じて、屋外曝露と加速試験を関連付ける科学的

指標を見出す。 

後者においては、新型太陽電池モジュールの長期屋

外曝露試験を実施し、太陽電池特性、日射量、気温等

のデータを系統的に収集し、発電量を含む実環境性能

評価ならびに長期信頼性評価を実施する。得られたデ

ータをもとに、新型太陽電池モジュールを含む各種太

陽電池モジュールの生涯発電量を、劣化を考慮した上

で、日射量・気象データから算出する発電量推定技術

を開発する。さらに、色素増感・有機薄膜等の研究段

階の太陽電池モジュールの屋外性能や降灰地域に設置

した太陽電池モジュールの発電量も解析する。 

年度進捗： 

 公的資金や民間企業資金による共同研究により、太

陽電池モジュールの劣化機構明確化、新規加速試験法

開発、実環境での性能推定に資する研究成果を得た。

これらの研究を通じて得られた成果のうち、九州セン

ターで得られた成果の代表例について以下に述べる。 

九州センターでは、2010年から各種太陽電池の屋

外曝露試験を実施し、発電量の評価および劣化率の評

価を実施している。ヘテロ接合型やバックコンタクト

型を含む結晶シリコン系、フレキシブル型を含む薄膜

シリコン系や化合物薄膜系等の市販されている太陽電

池を中心に、新規部材を用いた試作品も含め、各種モ

ジュールを設置して系統連系運転を行った。10分毎

に各ストリングの電流－電圧特性ならびに気象データ

を収集し、データを蓄積した。平成30年3月末時点に
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おいて22種類で計72 kW の太陽電池に関してアレイ

単位での実環境性能評価を実施している。また、毎年

1回以上、屋外に設置したモジュールを取り外し、屋

内のソーラシミュレータで性能評価を行うことにより、

屋内測定による経年劣化を観測している。平成28年6

月に屋外曝露を開始した裏面パッシベーション

（PERC）型結晶シリコン太陽電池において、曝露初

期に大きな光劣化を起こすことを明らかにしてきた。

この PERC モジュールにおいて、平成29年12月に実

施した屋内測定では、出力の回復（Regeneration）

の兆候が見られ始めた。ドイツの研究グループから、

光劣化後、温度と光により出力の回復が見られること

が報告されており、我々の系統連系された屋外曝露設

備においてもその傾向が見られつつあることが示され

た。平成30年夏に、これらのモジュールの屋内測定

を実施し、Regeneration の傾向がより明確になるか、

検証する予定である。 

平成28年度までは、設置してきた太陽電池モジュ

ールの屋外発電量の評価とそれらのモジュールの劣化

率を評価してきた。我々の最終目標は、生涯発電量を

推定することである。平成28年度までに得られた各

種モジュールに対する劣化率そして発電量のデータが

そろいつつある状況となった。そこで、予備検討とし

て、設置する前の屋内測定値（初期測定値）のあるモ

ジュールに対して、実発電量と推定発電量の差を検証

した。その結果、初期測定値を含めた計算では、結晶

Si 系で2 %程度の差となる目処がついた。また、連続

する2回の屋内測定値から算出した劣化率と、推定発

電量と実発電量の差を比較すると、劣化率が概ね一定

となる時、推定発電量と実発電量の差は小さくなる傾

向が明らかとなった。 

一方で、我々はスマートフォンなどのモバイル機器

を直接接続して充電できる太陽電池モジュール（プラ

グインソーラー）を開発した。開発したプラグインソ

ーラーは、結晶 Si 太陽電池、シリコーン・シート封

止材、アルミ板などからなり、軽量で割れることがな

く、高い難燃性と衝撃耐性といった特徴を持つ。

USB 接続の端子ボックスを備えている。太陽光のも

と、晴天時ではコンセント（AC100V）を用いた場合

と同程度の時間でスマートフォンなどを充電すること

が可能である。このため、巨大地震や集中豪雨などの

大規模災害による停電時の非常用電源としての活用も

期待される。また、佐賀大学とのクロスアポイントメ

ント制度のもと、各種太陽電池モジュールの温度係数

の精密測定を実施した。所外では、鹿児島県の降灰地

域に太陽電池モジュールを設置し、定期的な散水によ

る表面汚濁の抑止が発電量に及ぼす影響を調査した。 

 

化合物薄膜チーム 

（Compound Semiconductor Thin Film Team） 

研究チーム長：柴田 肇 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 化合物薄膜系太陽電池でモジュール変換効率25 %

（PV2030＋目標）を実現するための要素技術を開発

すると共に、薄膜系太陽電池の適用範囲の拡大と低コ

スト化を目指す。具体的には、以下の4項目に重点的

に取り組む。 

（1）CIGS 系太陽電池の高効率化技術の研究開発 

（2）CZTS 系太陽電池の高効率化技術の研究開発 

（3）透明導電膜材料の高性能化と新規材料開発 

（4）新規な半導体物性評価技術や太陽電池特性評価

技術の開発 

年度進捗： 

（1）CIGS 系太陽電池の高効率化技術の研究開発 

 CIGS 系太陽電池の小面積セルの研究に集中し、

変換効率22 %以上を達成するための要素技術に関

して、必要な研究開発指針を得た。具体的には、

CIGS 太陽電池を作製した後に、太陽電池に長時

間の熱処理と光照射処理を施すこと、および太陽

電池の pn 接合に対して順方向の電流を流しなが

ら太陽電池に長時間の熱処理を施すことにより、

太陽電池の変換効率が顕著に増大することを見出

した。これらの技術により、CIGS 太陽電池で

22 %という高い変換効率を得ることに成功した。

高い変換効率が得られた理由の詳細は、現時点に

おいても不明であるが、pn 接合に対する順方向の

電流注入によっても光照射と同様な効果が得られ

ることから判断すると、熱処理中に太陽電池の光

吸収層材料に電子・正孔対を生成させることが必

要な条件であると考えられ、電子・正孔対の生成

により光吸収層が一種の準安定状態に遷移するこ

とが、高効率化の一因であると考えられる。また

CIGS 太陽電池の高効率化技術の一つとして、

CIGS 薄膜の表面を硫化する技術の開発にも成功

し、表面硫化の影響として、電子・正孔対の再結

合を大きく抑制すること、および光吸収層物質の

電子が感じるポテンシャルの揺らぎが顕著に減少

することを見出し、結果として20.1 %という高い

変換効率を達成することに成功した。 

（2）CZTS 系太陽電池の高効率化技術の研究開発  

 本年度は、小面積セルの高効率化の研究開発に

集中して取り組んだ。本年度は塩素の添加効果お

よび各種アルカリ金属（Li、Na、K、Rb）の添加

効果について集中的に調査を行った。CZTS 系太

陽電池と同様に多結晶薄膜を利用する CdTe 太陽

電池では、ZnCl2や MgCl2を用いて多結晶粒界の

不活性化を図っている。そこで、CZTS において

も、ZnCl2や MgCl2を製膜後に添加しその太陽電

池特性について調査を行った。Zn や Mg は CZTS
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系太陽電池の光吸収層の構成元素もしくは同族

（II 族）元素であるため、ZnCl2や MgCl2の添加

は CZTS に対して純粋な Cl の添加効果をもたら

すと期待できる。しかし太陽電池特性としては、

開放電圧および短絡電流密度のいずれにおいても

特性が劣化し CdTe と同様な特性向上が得られな

かった。II 族塩化物では効果が得られなかったが、

その実験に引き続き各種のアルカリ金属の塩化物

による添加効果について検討を進めた。CIGS や

CZTS では従来光吸収層の真空蒸着後にアルカリ

を添加することが一般的であるが、本研究ではア

ルカリ塩化物水溶液により簡便にアルカリ金属を

添加できることを明らかにした。今回の実験では、

いずれのアルカリ金属の添加によっても、短絡電

流密度が増加し、変換効率が増加することが分か

った。しかしながら CZTS 系太陽電池で課題の開

放電圧は増加しないことが分かった。なお、短絡

電流密度の増大は基本的にキャリア濃度の減少に

よる収集長の増大によることを明らかにした。さ

らに、今年度は3ゾーンの熱処理炉（従来型は2ゾ

ーン）により加熱原料の厳密な温度管理に取り組

んだ。結果、CZTS 系太陽電池において最も高い

変換効率12.0 %を達成した。 

（3）透明導電膜材料の高性能化と新規材料開発 

 CIGS 系太陽電池に求められる透明導電膜材料

の特性を考察し、その結果に基づいて CIGS 系太

陽電池の高効率化の研究を行った。具体的には、

透明導電膜材料として IOH:W を選択し、ZnO 系

と比較しながら、材料とその組み合わせが太陽電

池性能に与える影響を研究した。その結果として、

IOH:W を用いた場合に、CIGS セルで20.82 %ま

た CIGS サブモジュールで20.26 %という高い変

換効率を達成することに成功した。特に CIGS セ

ル で は 36.48 mA/cm2 と い う 従 来 よ り も 1.7 

mA/cm2程度高い短絡電流密度を実現することに

成功しており、IOH:W の有効性を実証すること

ができた。 

（4）新規な半導体物性評価技術や太陽電池特性評価

技術の開発  

 正・逆光電子分光法によるカルコゲナイド系太

陽電池の評価技術を開発し、その結果に基づいて

カルコゲナイド系太陽電池の高効率化の研究を行

うことができた。特に、CZTSe 系のカルコゲナイ

ド物質の正・逆光電子分光法による評価技術の研

究を行い、CZTSe とバッファー層および透明導電

膜層の間の電子状態の接続について、昨年度に引

き続いて詳しい解析を行うことができた。具体的

には、Sn を Ge で置換した CZTSe 材料の伝導帯

底と、バッファー層である CdS の伝導帯底のエネ

ルギー差（CBO）の値を測定し、Ge を添加しな

い場合は CBO の値が0.4 eV 程度であり、添加す

る Ge の濃度を増加させるに従って CBO の値が

系統的に減少し、Sn を Ge で完全に置換した場合

には CBO の値はほぼゼロとなることを確認した。 

 

先進プロセスチーム 

（Advanced Processing Team） 

研究チーム長：松原 浩司 

（つくば中央第2） 

概 要： 

シリコン系太陽電池（結晶系、薄膜系）に広く用い

られるアモルファスシリコン系薄膜の高品質化や製膜

時における下地・界面に与えるダメージを低減するプ

ロセス開発を行っている。さらに、光吸収係数が小さ

いシリコン系太陽電池に不可欠な、効果的な光閉じ込

め構造の検討や作製プロセスの開発も進めている。ま

た、太陽電池の革新的な低コスト化や高効率化を狙っ

た新しいシリコン系材料の開発も行っている。 

年度進捗： 

 高効率かつ低コストな結晶シリコン（c-Si）太陽電

池の実現に向けて、薄型ウェーハの活用が志向されて

いる。優れた表面パッシベーション効果を持つ水素化

アモルファスシリコン（a-Si:H）系材料を用いた a-

Si:H/c-Si ヘテロ接合太陽電池は、表裏対称構造をも

ち低温プロセスで形成できるため薄型ウェーハに好適

である。疑似太陽電池における光吸収の評価、a-Si:H

でパッシベーションしたウェーハの implied Voc およ

び implied FF 値を詳細評価し、ウェーハ厚さが発電

効率に及ぼす影響を実験的に評価した。その結果、ウ

ェーハ厚さ50～300 m の範囲で発電効率27 %が見込

めることを明らかにするとともに、理論的に予想され

る薄型化に伴う implied Vocの増加を厚さ30 m の超

薄型ウェーハで検証することに成功した。さらに、薄

型 a-Si:H/c-Si ヘテロ接合太陽電池の開発を進め、界

面パッシベーション及びキャリア輸送の制御により、

厚さ60 m 程度でも一般的な厚さ（200 m）と同程

度の変換効率が得られることを実証し、厚さ90 m

にて発電効率22 %以上を得た。 

 a-Si:H/c-Si 界面の欠陥パッシベーションメカニズ

ムの検証を目的に、通常用いられるシラン（SiH4）

に加えてジシラン（Si2H6）を用いた a-Si:H 膜を形成

するなどして、a-Si:H 中の微細構造がパッシベーシ

ョン特性に与える影響を精査した。さらに、ヘテロ接

合太陽電池のコンタクト層として導電性・透明性に優

れるナノ結晶化シリコン（nc-Si:H）薄膜を活用する

ことを目指し、a-Si:H 上への nc-Si:H の成長を促進

するための界面制御技術やプラズマ条件の検討を行っ

た。 

 上記に加え、ヘテロ接合太陽電池に用いる極薄 a-

Si:H パッシベーション膜の光電気特性を評価した。
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具体的には、光学的ポンプ・プローブ法および一定光

電流測定法を用いて電子状態と輸送特性を定量測定し

た。良好なパッシベーション膜（約10 nm 以下）で

は、アーバックエネルギーが約60 meV、ダングリン

グボンド欠陥密度が1016 cm-3程度、トラップサイトが

1018 cm-3以下になることを見出した。キャリアの輸送

特性は、アーバックエネルギーおよび欠陥密度を低減

することによって向上した。本手法から得られる知見

を踏まえ、パッシベーション膜の最適化を行い、変換

効率21 %以上の太陽電池を作製した。 

 a-Si:H とは異なる材料系として、シリコン酸化膜

材料（SiOx）を基調とするパッシベーション膜の作

製プロセスを開発した。原子層堆積法（ALD 法）を

用い、Si 基板上に極薄酸化膜（2 nm 以下）を作製し

た。サンプル構造（p-type a-Si:H／SiOx:H／c-Si／

SiOx:H／p-type a-Si:H）に対し、少数キャリア寿命

1.3 ms を得た。今後は、太陽電池デバイスを作製し、

本酸化膜の有用性を検証する。 

 c-Si 太陽電池の更なる高効率化・低コスト化を目指

し、非 Si 系材料を用いて電子・正孔を選択的に取出

すキャリア選択性コンタクト技術を開発している。酸

化チタン（TiOx）は、従来から電子選択性コンタク

トとして機能することが知られていたが、フラウンホ

ーファー研究機構太陽エネルギーシステム研究所（ド

イツ）との連携により、ALD 製膜した TiOxは、その

製膜条件により電子のみならず正孔コンタクトとして

も機能することを世界で初めて見出した。この結果は

同一材料系で両極性コンタクトが実現出来ることを示

唆し、c-Si 界面で発現するキャリア選択性を理解する

上でも興味深い結果である。今後更に詳細な検討を進

めるとともに、太陽電池に展開しその可能性を検証す

る。 

 従来型のウェーハベースの c-Si 太陽電池に較べて

抜本的な低コスト化が期待できる手法として、高密度

ラインレーザーを用いた Si の液相結晶化（LPC）法

を検討している。当年度は、LPC 法によりガラス基

板上に形成した極薄多結晶 Si（~10 m）において、

レーザースキャン速度が結晶品質に与える影響を詳細

に検討した。その結果、スキャン速度低下に応じた結

晶粒の大型化、極めて低いスキャン速度における下地

層の変質と結晶粒の微細化、大粒径化が必ずしも少数

キャリア寿命の増加に寄与しないこと、などを見出し

た。高効率化に向けては大粒径化に加え粒内欠陥の低

減の必要性が示唆される。これらの知見を踏まえて選

定した成長条件により、簡易太陽電池構造にて比較的

高い開放電圧580 mV を得た。 

 Si ナノ結晶を用いた革新的太陽電池の開発を進め

ている。環境に優しい材料・プロセスに基づく薄膜太

陽電池の開発を目指し、Si ナノ結晶を高機能化させ

るための表面プラズマ処理技術を開発した。また、量

子閉じ込め効果を持つ Si ナノ結晶と有機・無機ハイ

ブリッド材料であるメチルアンモニウムビスマス化合

物（MABI）を混合させることにより、MABI 内のエ

キシトンの乖離を促進させる効果を見出した。 

 

先進多接合デバイスチーム 

（Smart Stack Device Team） 

研究チーム長：菅谷 武芳 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 将来の太陽電池の変換効率の大幅な向上（40 %超）

や発電コストの大幅な低減（7円/kWh 以下）の達成

に向けて新しい概念や原理に基づく太陽電池技術を開

発している。既存の材料や技術にとらわれない新しい

概念や原理を用いることで、太陽電池の飛躍的な効率

向上、低コスト化を目指す。このために新原理の検証

のような基礎的な研究から、材料開発、新しい作製方

法の開発など広い範囲にわたって取り組む。 

年度進捗： 

 高い変換効率を有する多接合型太陽電池の実現のた

め、様々な太陽電池を低コストで簡便な半導体接合法

により接続する技術（スマートスタック技術）の開発

を行っている。スマートスタック技術は、導電性ナノ

粒子配列を接合界面に介在させた簡便な直接接合技術

である。29年度は、InGaP/GaAs//Si 多接合セルにお

いて、非集光として効率～27.7 %（昨年度は25.1 %）

を達成した。また、低倍集光においては、Pd 塗布前

の Si 表面処理工程を検討することにより接合抵抗を

1/10に削減し、InGaP/GaAs//Si 多接合セルで最大効

率～28.7 %_10.3倍集光（昨年度は23.7 %）を達成し

た。GaAs//CuInGaSe 多接合セルでは、非集光で効

率～24.2 %、集光で最大効率～25.7 %_5.7倍集光

（昨年度は25.3 %）に改善した。これらの結果によ

り、NEDO プロジェクトの中間目標である効率～

28 %を達成することに成功した。 

さらに、前年度達成した4接合太陽電池変換効率

32 %をさらに向上させるため、GaAs 基板上の

InGaP トップセル、InGaP/GaAs 2接合セルの開発を

行った。固体ソース分子線エピタキシー（MBE）法

を用いて、InGaP セル成長時の成長温度と成長速度

がセル特性に与える影響を調べた。InGaP 結晶を高

温、高速で結晶成長させることにより Jsc, Voc, FF の

全てのパラメータが向上し、変換効率が14.3 %に向

上した。構造解析の結果、高温、高速で結晶成長させ

た場合には、InGaP 中の自然超格子の形成が抑制さ

れることが明らかとなり、その結果バンドギャップが

ワイド化し、自然超格子のドメイン間で形成される欠

陥が抑制され暗電流が低減した。 

上記の最適化された InGaP トップセルを導入した

InGaP/GaAs 2接合セルの開発を行った。従来の条件
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で作製したセルと比較して、InGaP トップセルの Voc

が約60 mV 程度増大することが期待され、2接合セル

においても同等な向上が得られることが分かった。ま

た、2接合セルは GaAs ボトムセルにより Jsc が律速

されていることを外部量子効率測定により明らかにし

た。そこで InGaP のバンドギャップをワイド化させ

た今回開発のトップセルを用いることにより、GaAs

ボトムセルの光吸収波長域が増大し、電流整合が向上

することで2接合セルの Jsc が増大することを明らか

にした。結果として、変換効率が 26.55 %から

27.35 % に 向 上 し た 。 こ の ト ッ プ セ ル を 、

InGaAsP/InGaAs セルとスマートスタックし、4接合

化することで、変換効率33.1 %を達成した。今後は

ボトムセルも含めた各サブセル特性の向上により、さ

らなる変換効率の向上を目指す。 

 

有機系薄膜チーム 

（Functional Thin Films Team） 

研究チーム長：近松 真之 

（つくば中央第5） 

概 要： 
 太陽電池の低コスト化を実現するための技術開発と

して、省資源性に優れ大面積製造も可能な有機系太陽

電池（有機無機ハイブリッド太陽電池、有機薄膜太陽

電池）の研究開発を行っている。 

年度進捗： 
急速な変換効率の向上により注目を集める有機無機

ハイブリッド（ペロブスカイト）太陽電池に関しては、

発電層であるペロブスカイト層について作製プロセス

として蒸着法と塗布法を検討した。 

蒸着法では、クリーンな環境での組成精密制御およ

び結晶成長技術を開発し、高品質な薄膜作製および高

効率化を目指している。今年度は、レーザー蒸着法に

よりルブレン単結晶上に製膜したペロブスカイト薄膜

を検討したところ、作製条件により結晶性および結晶

成長方位が異なることを見出した。また、大型放射光

施設（SPring-8）に持ち込み可能な可搬型のレーザ

ー蒸着装置を構築し、斜入射 X 線回折法により結晶

成長過程をリアルタイム解析するシステムを開発した。 

塗布法では、印刷プロセスに適用可能な材料・プロ

セス開発を行い、既存の太陽電池の製造コストを大き

く下回る、低コスト化を目指している。特に、界面制

御技術に着目し研究開発を行っている。本年度は Cs, 

ホルムアミジニウム（FA）、メチルアンモニウム

（MA）、Pb, I, Br 系ペロブスカイトを用いて、各材

料界面の制御およびペロブスカイト層内部粒界の界面

制御を行った。新規界面制御材料の開発では分子構造

とセル性能との関係を探索し、ペロブスカイトとホー

ル輸送層の界面へ新規材料を導入することでホール輸

送層の膜厚を低減できる結果が得られた。電子輸送層

とペロブスカイト界面においてはポーラスチタニアに

塩酸処理を施すことで、短絡電流密度と曲線因子

（FF）が向上した。また、ペロブスカイト層をヨウ

化メチルアンモニウム（MAI）溶液で処理すること

で FF を向上させ効率19.3 %を得ることができた。さ

らに、Br と I の組成比制御や臭化ホルムアミジニウ

ム（FABr）溶液に曝すことなどで高電圧化させ、開

放電圧1.2 V 以上で FF の値が0.75以上を得た。 

 有機薄膜太陽電池に向けた新規半導体材料開発では、

n 型半導体として非フラーレン材料の開発を行った。

また、p 型半導体として最高占有分子軌道（HOMO）

の深い新規オリゴチオフェン誘導体の開発と太陽電池

作製評価を他ユニットおよび大学と共同で行った。溶

媒蒸気アニール法によりセルを作製することで、発電

層の構造制御に成功し、高い開放電圧を維持しながら

大幅な変換効率の向上が得られた。有機薄膜太陽電池

の屋内光評価に向けた標準化の活動では、標準セルの

作製と LED シミュレータの立ち上げを行い、低照度

下でのセルの特性評価法を構築した。 

 

機能性材料チーム 

（Advanced Functional Materials Team） 

研究チーム長：佐山 和弘 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 太陽光エネルギーの革新的な利用のために、色素増

感太陽電池及び太陽光エネルギーを水素等の化学エネ

ルギーに変換する人工光合成に関して研究を行ってい

る。人工光合成技術については、水素および有用化学

品製造のための高性能光触媒や光電極材料の開発やそ

の反応機構の解明、さらに環境浄化光触媒開発等を行

っている。 

年度進捗： 

 色素増感太陽電池に関しては、Ru 錯体色素におけ

るドナー性配位子に関する量子化学計算を行った。

種々のピリジン誘導体ドナー性配位子を比較したとこ

ろ、ヨウ素レドックス種との相互作用が大きく異なり、

色素酸化体の再還元機構に影響を及ぼすことが示唆さ

れた。人工光合成による有用化学品製造については、

BiVO4光電極上を化学蒸発成膜法（CVD 法）によっ

てアルミナでごく薄く表面処理すると H2O2生成の電

流選択性（Faraday 効率）が著しく向上し、かつ電

流電圧特性がほとんど低下しないことがわかった。次

亜塩素酸生成においては初期の Faraday 効率は90 %

以上であることがわかった。タングステン系触媒を担

持したカソード電極と BiVO4/WO3アノード光電極を

組み合わせてノンバイアスで両極からの H2O2生成に

成功した。光触媒反応については、600 nm 付近まで

の可視領域を吸収可能な LaFeO3を水素生成用光触媒

として用いた水分解反応が進行できることを明らかに
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した。レドックス媒体として Fe(CN)63-/4-を用いた水

分解反応が比較的高い太陽エネルギー変換効率

（0.04 %）で進行することを明らかにした。スピン

オフ技術である環境浄化用可視光応答型 WO3光触媒

については、特許実施許諾先の企業の光触媒原料供給

による多様な最終製品化への準備を進めた。 

 

⑧【再生可能エネルギー研究センター】 
（Renewable Energy Research Center） 

存続期間：2015.4.1～2022.3.31 

 

研究センター長：古谷 博秀 

副研究センター長：安川 香澄 

         栗山 信宏（兼務） 

         吉田 郵司（兼務） 

 

所在地：福島再生可能エネルギー研究所 

人 員：38名（38名） 

経 費：2,624,919千円（1,470,199千円） 

 

概 要： 

１．ミッションと目標 

 再生可能エネルギー研究センターは、政府の「東日

本大震災からの復興の基本方針」及び「福島復興再

生基本方針」を受けて設立された、福島再生可能エ

ネルギー研究所における唯一の研究ユニットであり、

そのミッションは、「世界に開かれた再生可能エネ

ルギー研究開発の推進」及び「産業集積と復興への

貢献」としている。 

 また、当研究センターでは、第4期中長期計画に

基づく「第4期中長期目標期間において重点的に推

進する研究開発等」の「1－（1）新エネルギーの

導入を促進する技術の開発」および「1－（2）エ

ネルギーを高密度で貯蔵する技術の開発」の研究開

発を担当する。 

 

２．研究開発の方針 

 上記目標と中期計画を実現するために、再生可能エ

ネルギーの大量導入の早期実現に向けて解決すべき

以下の技術を戦略的研究課題として設定し、これら

の研究課題を企業、大学等と共同で進めていく。 

・再生可能エネルギーの大量導入のための新システム

統合技術 

・太陽光発電の高効率化・低コスト化技術 

・地熱・地中熱の適正利用技術 

 「再生可能エネルギーの大量導入のための新システ

ム統合技術」に関しては、時間的に大きく変動する太

陽光発電や風力発電の出力をエネルギーネットワーク

と電池や水素等の貯蔵技術も利用して需要とマッチン

グさせると共に、商用電力系統との円滑な連系を可能

とする。 

 「太陽光発電の高効率化・低コスト化技術」に関し

ては、太陽光発電の発電コストを大幅に低減すること

により導入を加速する。 

 「地熱・地中熱の適正利用技術」に関しては、地熱

発電や地中熱利用に関して高度な地熱モニタリング技

術やシミュレーション技術に加え精確なデータマップ

を提供、開発の鍵となる要素技術の開発により、環境

に適合した適切な導入を支援する。 

 以上3つの研究課題を、国内及び世界の主要な研究

所・拠点と連携し、世界最先端の再生エネルギーの研

究開発を行うと共に、福島県等の東北被災県の企業、

大学、公設試等とも連携することにより、再生可能エ

ネルギー産業集積を促進し復興に貢献する。 

 これら3つの研究課題を解決するため、具体的に次

の6つの研究開発を重点的に進める。 

（1）再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 

 時間的に大きく変動する再生可能エネルギーの

高密度で大量な導入に必要な、エネルギーネット

ワークを構築し、エネルギー需要とのマッチング

や電力系統との円滑な連系を可能とする技術を開

発・実証する。最終的には、福島再生可能エネル

ギー研究所において、期間を限定して再生可能エ

ネルギーによる100 %のエネルギー自給を実証す

る。また、電力変換器や電力貯蔵等の新技術の性

能評価及び国際標準化、ICT 技術を活用した高精

度広域発電量予測技術の開発も行う。 

（2）水素キャリア製造・利用技術 

 太陽光・風力発電等の変動電源から水素キャリ

ア（有機ハイドライド、アンモニア等）を製造す

ることにより、変動する再生可能エネルギーを大

量貯蔵・輸送可能とし、高効率で利用するシステ

ム技術を開発・実証している。有機ハイドライド

について、実証データをもとに150 kW 級アルカ

リ水電解シミュレータの開発と有効熱利用法の提

案等を行う。また水素キャリア利用技術として、

環境負荷の少ない燃焼技術を見出す。アンモニア

合成技術について、合成触媒の探索及び高活性化

を行い、パイロットプラントへ実装してスケール

アップ性能を実証する。  

（3）高性能風車要素技術およびアセスメント技術 

 ナセル搭載 LIDAR による発電電力量向上と長

寿化技術を確立し、年間発電電力量を現在の1 

MW あたり1.75 GWh から5 %以上増加させると

ともに、風車寿命を現在の約20年から5～10 %程

度延ばすことを目指す。また、数値シミュレーシ

ョンモデルと各種計測技術を統合した高精度サイ

トアセスメント技術を開発し、風力発電の年間発

電電力量を高精度（誤差±5 %以下）に推定可能

とし、アセスメントにかかる計測費用を現状の約
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5,000万円（数十 MW 程度のウィンドファームを

想定）から2、3割削減を目指す。 

（4）薄型結晶シリコン太陽電池モジュール技術 

 結晶シリコンインゴットのスライスから太陽電

池モジュールまでの一貫製造ラインを用いて、高

効率・低コスト・高信頼性を兼ね備えた薄型結晶

シリコン太陽電池モジュールの量産化技術を結晶

シリコン基盤技術コンソーシアム構成企業などと

連携して実現する。厚さ80 m の太陽電池セルと

薄型ガラスを用いた軽量モジュールで、変換効率

22 %、寿命30年を目指す。また、次世代の高効率

太陽電池として、バンドギャップの異なる材料の

太陽電池を、金属ナノ粒子を用いて積層化するス

マートスタック技術の開発を行う。特に、下部セ

ルとして結晶シリコンセルを用いた結晶シリコン

スマートスタックセルの高効率化（＞30 %）を重

点に開発を進める。さらに“熱回収型太陽電池”

の実証を進める。 

（5）地熱の適正利用のための技術 

 2050年以降の実用化を目指す超臨界地熱発電の

実現可能性を探求するとともに、地熱発電所の持

続的な運転や周辺温泉への影響監視・評価に必要

なモニタリング技術、地熱発電可能地域・開発可

能なエネルギー量を拡大する技術等を開発する。

また、地熱利用の社会的受容性を高めるため、地

熱モニタリング技術開発の成果、及び地熱情報デ

ータベース等を利用し、地域社会との合意形成支

援手法を開発する。 

（6）地中熱ポテンシャル評価とシステム最適化技術 

 地下水流動・熱交換量予測シミュレーションに

基づく高分解能（＜1 km メッシュ）地中熱ポテ

ンシャルマップを作成し、それを活用して地中熱

利用システムの最適化・高精度設計技術の開発を

行う。地中熱ポテンシャルマップと最適設計手法

により、1,000万 kW の地中熱利用システムの導

入を目指す。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金： 

戦略「次世代電力機器評価施設の拡充による地元企業等

との連携強化」 

 

外部資金：  

経済産業省 

「平成29年度革新的なエネルギー技術の国際共同研究

開発事業（クリーンエネルギー技術開発） 

「系統協調型の分散電源大量導入技術の開発」 

「超臨界地熱資源による革新的発電のための坑内機器基

礎技術・素材の開発」「EGS 設計技術による地熱発電

可能地域の飛躍的拡大」 

「平成29年度革新的なエネルギー技術の国際共同研究

開発事業（3D ライダーと AI による風況フルスキャニ

ング手法の開発）」 

地熱発電技術に関する委託研究「地熱貯留層評価・管理

技術」 

 

NEDO 

「地下水を利活用した高効率地中熱利用システムの開発

とその普及を目的としたポテンシャルマップの高度化」 

「温泉と共生した地熱発電のための簡易遠隔温泉モニタ

リング装置の研究開発」 

「地熱発電プラントのリスク評価･対策手法の研究開発

（スケール／腐食等予測・対策管理）」 

「薄型セルを用いた高信頼性・高効率モジュール製造技

術開発」「洋上風況観測システム実証研究（洋上風況マ

ップ）」 

「超臨界地熱開発実現のための革新的掘削・仕上げ技術

の創出」 

「天然・人工地熱システムを利用した超臨界地熱発電の

発電量、経済性および安全性に関する詳細検討」 

 

科学技術振興機構 

「アンモニア合成触媒の開発・評価」 

「アンモニア内燃機関の技術開発」 

「水素エンジン燃焼技術」 

 

石油天然ガス・金属鉱物資源機構 

「地熱貯留層評価・管理技術」 

 

科学研究費補助金 

「メソ気象モデルによる海上風推定の高度化を目的とし

た内部境界層解像スキームの開発」 

「次世代水素ステーションに向けた液体水素冷熱を活用

する熱化学水素昇圧材料の探索」 

「スマートスタックによるペロブスカイト/結晶 Si タン

デム太陽電池の実現」 

「列車振動を用いた不整形地盤の探査手法の開発」 

「半導体量子ドット－光ナノ共振器結合系を用いた多光

子 NOON 状態生成の理論」 

 

文部科学省補助金 

「卓越研究員事業」 

 

発 表：誌上発表90件、口頭発表187件、その他23件 

--------------------------------------------------------------------------- 

エネルギーネットワークチーム 

（Energy Network Team） 

研究チーム長：大谷 謙仁 

（福島再生可能エネルギー研究所） 

概 要：  

 再生可能エネルギーは自然と共に変化するため、そ
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れによる電力供給を安定化するためには、電力貯蔵や

利用者側の調整が必要となる。また、再生可能エネル

ギーは場所による偏在もあるため、それぞれの場所に

適した再生可能エネルギーを選択し、様々な組み合わ

せを検討する必要がある。当チームでは、大規模な太

陽光発電と風力発電に、水素と蓄電池による電力貯蔵

を組み合わせた再生可能エネルギーネットワーク（マ

イクログリッド）を構築し、柔軟な設備更新とオープ

ンな試験環境によって、電気利用者の目線に立つ新し

いエネルギー供給モデルの提案を進める。 

 具体的には、再生可能エネルギーの導入拡大を進め

るため、特に太陽電池に関する各技術の性能を検証、

再生可能エネルギーによる電源価値を向上するため、

太陽光発電及び蓄電池用パワーコンディショナの高機

能化を行う。これらの技術開発により、再生可能エネ

ルギーの導入可能量を大幅に引き上げ、再生可能エネ

ルギー100 %による電力自立などの様々な利用シーン

の実証を目標とし、米 NREL、独フラウンホーファ、

オーストリアの AIT といった国内外の研究機関や、

IEA スマートグリッド行動計画（ISGAN）のスマー

トグリッド研究施設ネットワーク（SIRFN）等の国

際的枠組みと連携した共同研究と国際標準化を推進す

る。 

研究テーマ：テーマ題目1 

 

水素キャリアチーム 

（Hydrogen Energy Carrier Team） 

研究チーム長：辻村 拓 

（福島再生可能エネルギー研究所） 

概 要： 

 太陽光・風力などの再生可能エネルギーは自然状況

に左右されることが大量導入の妨げとなっている。本

研究では、再生可能エネルギー発電電力を利用して水

電解により水素製造を行い、その水素を効率的に水素

キャリアへ化学変換し、安全かつ環境負荷が少なく利

用する技術を開発することで、再生可能エネルギーの

大規模導入に貢献する。 

 水素キャリアとして有機ハイドライドの一種である

メチルシクロヘキサン（MCH）、窒化物のアンモニア

等に着目し、再生可能エネルギー由来水素を使った

MCH 製造や MCH から脱水素する反応器の動的特性

などを評価する。また、MCH を効率的に利用するた

め、脱水素反応器を装着した廃熱回収型コジェネエン

ジンを開発し、脱水素反応により発生した水素をコジ

ェネエンジンの燃料の一部として安全かつ高効率に利

用する技術を開発する。さらに、水素キャリアの製造

から利用までを統合化した『水素キャリア製造・利用

統合実証システム』を稼働し、実証データの取得及び

それをもとにしたシステムシミュレータの開発を進め、

様々なエネルギー貯蔵・利用モデルの検討を行う。 

アンモニアについて、ハーバーボッシュ法

（500 ℃、200気圧）よりも低温・低圧の下で高効率

化、プラント起動の短時間化などに資する触媒反応技

術の開発を進めるため、パイロットプラント向けのア

ンモニア合成触媒の開発を行う。また、アンモニアを

火力発電等の熱機関において直接燃焼利用するための

アンモニア専焼及び天然ガス混焼技術を開発する。そ

の他、液体水素等の純水素を発電利用するため、大型

発電向けエンジン燃焼技術等の要素技術の開発も実施

する。 

研究テーマ：テーマ題目1 

 

水素・熱システムチーム 

（H2 and Heat Utilization System Team） 

研究チーム長：前田 哲彦 

（福島再生可能エネルギー研究所） 

概 要： 

 再生可能エネルギーの大量導入のために、長期、大

量の蓄エネルギーが可能な水素を用いたエネルギーシ

ステムを開発する。エネルギーシステムで発生する熱

のマネジメント及び電力や熱需要に合わせた統合制御

技術を高度化する。具体的には、街区内の建物で水素

を活用する安全な水素エネルギーシステムのために、

水素吸蔵合金を用いた水素貯蔵装置を開発し、水素・

熱エネルギーを使いこなすエネルギーシステムを企業

と共同で実証した。平成29年度に構築した水素製造

装置、水素貯蔵装置、燃料電池や蓄電池からなるエネ

ルギーシステムを、需要や再エネ発電量予測を考慮し、

統合制御技術を開発し、実証運転を行って、最適化を

図るだけでなく、信頼性を向上させた。またこのシス

テムを実際のビジネスの現場における実証を行うため

に、その候補地を選定し、実証の計画を立案した。 

 さらに、再生可能エネルギーからの水素製造技術を

社会に普及するために、福島県企業と連携して、日本

初となる、再生可能エネルギー由来水素を利用した商

業ベースの70 MPa 級水素ステーション事業化を検討

した。当チームで保有する水素製造および圧縮設備の

施設貸契約や、技術研修を通した高圧ガスに関する実

務経験を付与などの貢献によって、平成30年3月末に、

福島再生可能エネルギー研究所内において、福島県企

業が、再生可能エネルギー起源の水素ステーションを

開業する事業に貢献することができた。 

 水素ステーション用の圧縮機とその運用コストを低

減するために、水素吸蔵合金を用いた水素の昇圧技術

について、危険物非該当の合金を用いて、150 ℃の

熱源を利用して、20 MPa 以上の昇圧性能を有する合

金を特定し、さらに、これまで困難であった10 MPa

以上での合金の正確な温度圧力特性を測定することに

成功した。これらの手法を用いてさらなる合金の最適

化とそのシステムの最適化を図っていく。水素システ
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ムに関する周辺技術として、金属水素透過膜による水

素精製について、シーズ支援事業を通じた共同研究に

より、大型の膜の作成とその評価を行って実用化サイ

ズ作成の目途を得た。さらには、同様にシーズ支援事

業において、イオン液体を用いた水素除湿システムの

試験を行って、電解水素を－60 ℃程度の露点まで連

続的低下させる能力を確認し、さらなる高性能化の指

針を得た。 

研究テーマ：テーマ題目1 

 

風力エネルギーチーム 

（Wind Power Team） 

研究チーム長：小垣 哲也 

（福島再生可能エネルギー研究所） 

概 要： 

 風力発電の更なる本格普及のためには、発電コスト

の更なる低減を目指し、風車の高出力化・長寿命化や

低騒音化による設備利用率の向上、事前の設置予定場

所・配置の選定や年間発電電力量評価のためのアセス

メント技術の高精度化が大きな課題となる。こうした

課題に対して、ナセル搭載 LIDAR を活用することに

より、風向急変や突風等を事前に察知し、風車の予見

制御を実現するとともに、プラズマ気流制御技術を風

車翼に応用することにより、発電出力の向上、寿命向

上、故障の低減といった事が期待される。本研究では、

ナセル搭載 LIDAR プロトタイプ機及びプラズマ電極

を試験研究用風車に搭載し、風車の予見制御技術の先

導研究として予見制御アルゴリズムの開発を行うと共

に、設備利用率、性能評価、荷重低減効果に関する実

証研究を実施する。アセスメント技術の高度化につい

ては、気象シミュレーション技術と鉛直照射型

LIDAR やスキャニング LIDAR といった最先端の風

況計測技術に加え、衛星画像データによる風速推定技

術を統合することにより手法の高精度化、高解像度化

だけでなく低コスト化に寄与する研究を行う。さらに

は、風車の振動・騒音特性の計測を通じた風車の低騒

音化技術や、無人航空機を活用した風車の点検・メン

テナンス技術についても開発・実証を進める。 

研究テーマ：テーマ題目1 

 

太陽光チーム 

（Photovoltaic Power Team） 

研究チーム長：高遠 秀尚 

（福島再生可能エネルギー研究所） 

概 要： 

 太陽光発電の将来にわたる持続的な普及・発展には、

その中心となる結晶シリコン太陽電池セル・モジュー

ルの一層の高効率化・低コスト化が必要となる。太陽

光チームでは、結晶シリコンインゴットのスライスか

らセル・モジュールまでの一貫製造ラインを構築し、

ウェハ・セル・モジュールを一体とした研究開発を進

める。 

 また、量産に対応した先端的な製造技術の開発を民

間企業と共同で行うことにより、太陽電池関連産業の

技術力向上と国際競争力の強化とを図る。 

 具体的にはシリコンインゴットのスライス技術の開

発、高効率・低コストの結晶シリコンセルの実現を目

指した厚さ100 m 以下の新しい構造のセルの開発、

イオン注入技術といった量産に対応した先端的なプロ

セス技術の開発、高効率・高信頼性・結晶シリコン太

陽電地モジュールの実現のための新構造モジュールの

開発、バンドギャップの異なる複数の太陽電池を、金

属ナノ粒子を用いて積層化するスマートスタック技術

の開発、超高効率化を目指した“熱回収型太陽電池”

の開発などを行っていく。 

研究テーマ：テーマ題目2 

 

地熱チーム 

（Geothermal Energy Team） 

研究チーム長：浅沼 宏 

（福島再生可能エネルギー研究所） 

概 要： 

 我が国の地下に存在する地熱エネルギーの量は世界

第三位とされているが、様々な理由によりそれを十分

に利用できていないのが現状である。本チームでは、

資源の不確定性や温泉との共生などの導入阻害要因の

克服、社会・地下状況に合わせた最適開発手法の提示、

工学的手法による地熱エネルギー利用可能地域の増

大・持続性の維持を目指した研究を行い我が国におけ

る地熱発電量増大に早急に寄与する。 

 これに加え、2050年以降の大規模な発電の実現を

目指し、超臨界地熱資源開発の可能性を探求するとと

もに、リードタイムが長い課題について欧米国研等と

連携して研究開発を実施する。 

研究テーマ：テーマ題目3 

 

地中熱チーム 

（Shallow Geothermal and Hydrogeology Team） 

研究チーム長：内田 洋平 

（福島再生可能エネルギー研究所） 

概 要：  

 「地中熱ポテンシャル評価」では、各地域において

現地地質調査・地下水調査を実施し、地下水流動・熱

交換量予測シミュレーションに基づく地中熱ポテンシ

ャルマップを作成する。その一環として、福島県を中

心とした東北地域における地中熱ポテンシャルを評価

すると共に、設計の高精度化とシステムの低コスト化

により、地中熱利用の促進と拡大を目指している。ま

た、「地中熱システムの最適化技術開発」では、地域

の地質的特性・地下水流動特性に合った地中熱システ
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ムの最適化、および総合的な地中熱システム技術開発

を行っている。 

 具体的には、地中熱利用の対象となる地下数 m～

100 m 付近には、地下水が豊富に存在しており、そ

れらの地下水を有効に利用しつつ、保全することを目

的としている。当チームでは、適切な地中熱利用の普

及促進ため、地質・地下水環境や地下熱環境に関する

研究を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目3 

--------------------------------------------------------------------------- 

［テーマ題目1］再生可能エネルギーの大量導入のため

の新システム統合技術 

［研究代表者］大谷 謙仁（エネルギーネットワークチ

ーム） 

［研究担当者］大谷 謙仁、前田 哲彦、橋本 潤、 

遠藤 成輝、辻村 拓、難波 哲哉、 

小島 宏一、眞中 雄一、熱海 良輔、

Pavlos Dimitriou、Rahat Javaid、 

小垣 哲也、嶋田 進、川端 浩和 

（常勤職員15名、他34名） 

［研 究 内 容］ 

 「再生可能エネルギーの大量導入のための新システム

統合技術」に関しては、時間的に大きく変動する太陽光

発電や風力発電の出力を水素キャリア等の貯蔵技術を利

用して需要とマッチングさせると共に、商用電力系統と

の円滑な連系を可能とする。 

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証について

は、以下の研究を実施した。 

・システム統合技術とエネルギーマネージメント 

 太陽電池モジュール10種以上、パワーコンディショ

ナ3機種22台で構成された太陽光発電システム、固体

高分子型水電解システム（燃料電池機能付）、水素吸

蔵合金を用いた水素貯蔵システム等の個別要素技術の

性能分析を行い、さらに新設したスマートシステム研

究棟も加えて、これらを基盤とする多くの共同研究を

実施した。太陽光発電用大型パワーコンディショナに

対し、単独運転防止試験、事故時運転継続（FRT）

機能試験の様な系統連系試験に加え、次世代型パワー

コンディショナ（スマートインバータ）に対する

Volt-Var 等の機能試験を行えるようにした。 

・再生可能エネルギー資源の高度モニタリング 

福島県全域の発電量（太陽光・風力）を1時間単位／

2 kmc メッシュで推定する技術の精度向上と全国展

開を図るため、気象衛星ひまわり8号の雲画像によっ

て日射量をより高解像度、短時間で推定するモデル開

発を行った。雲画像の内、可視光バンドの画像を使っ

て日射量を推定可能とし、時間分解能が1時間から1

分値に上げられることを確認した。ランダムフォレス

ト学習法を使うことにより二乗平均誤差が既存モデル

と比べて約半分となった。日射観測網の不足を補うこ

とを目的とし、モンゴル国での日射量推定も行った。 

・再生可能エネルギーによる水素製造・貯蔵・利用シス

テム 

再生可能エネルギーによる電解によって製造された水

素を安全に貯蔵するために、高圧ガス及び危険物とな

らない水素吸蔵合金を特定し、合金の初期活性化にお

いても低温低圧の条件で可能にする手法を特定した。

さらに民間企業と資金提供型共同研究において、その

合金を用いた大型の水素貯蔵装置構築し、さらに、

20 kW 太陽電池と5 Nm3/h 規模の水素製造装置、10 

kWh 蓄電池、3.5 kW の燃料電池を組み合わせた水素

エネルギーシステム実証設備を構築し、エネルギーマ

ネージメントシステムによる統合制御を進めている。

平成27年度に構築した90 MPa 級の水素高圧設備に、

高圧条件下での水素吸放出特性を計測できるための水

素流量制御装置を付加し、昇圧用合金の性能試験を行

い、典型的な合金を用いて0.2 MPa から、約15 MPa

への昇圧を確認し、本格的な材料開発を可能にした。 

水素キャリア製造・利用技術については、以下の研究

を実施した。 

・水素キャリア製造・利用統合システム実証 

積分型反応器を備える水素着脱反応触媒評価装置によ

り、トルエン純度が水素化・脱水素化プロセスへ及ぼ

す影響等を定量的に評価した。また、大型アルカリ水

電解、水素化触媒塔、大型貯蔵タンク、脱水素触媒搭

載型コジェネエンジンを統合した世界最大級の水素キ

ャリア製造・利用統合システム実証機では、水素化触

媒塔の熱制御・評価システムを改良し、水素／トルエ

ン供給比を変動することによる転化率への影響等を明

らかにした。大型アルカリ水電解については、変動電

力による電極劣化機構の解明を進め、その対策技術に

目途をつけた。コジェネエンジンでは、カーボンフリ

ー燃料と水素との混焼特性を明らかにし、今後は500 

kW 級エンジンへのスケールアップ実証事業を支援す

る計画である。 

・アンモニアの合成・利用の技術開発 

 アンモニア合成プラントの高効率・短時間起動を目

指し、ハーバーボッシュ法（500 ℃、200気圧）より

も低温・低圧の下で高い活性を示すアンモニア合成触

媒の開発を実施した。また、スケールアップ実証のた

め、日量生産20 kg 級のアンモニア合成パイロットプ

ラントを完成させた。今後は、産総研の開発触媒等を

実装し、プラント性能の実証試験及び再生可能エネル

ギーによる水の電気分解で製造した水素を原料とする

アンモニア合成試験を実施する計画である。 

アンモニアの燃焼利用技術について、東北大学と共同

で小型ガスタービン（50 kW 定格）の燃焼器の改良

を継続しており、窒素酸化物と未燃アンモニアを同時

に低減する燃焼器の開発及び実機実証に成功した。 

・液体水素等、純水素エンジン燃焼技術 
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水素を燃料とする水素発電の実現が求められる中、大

型発電向けの往復動式エンジン燃焼技術の開発を実施

し、低 NOx と高効率を同時に達成しつつ、既往より

もエンジンの大出力化に成功した。 

アンモニアの合成・利用に関する研究開発及び水素エ

ンジン燃焼技術の開発は、内閣府 SIP（戦略的イノベ

ーション創造プログラム）「エネルギーキャリア」（管

理法人：国立研究開発法人科学技術振興機構）によっ

て実施した。 

 高性能風車要素技術およびアセスメント技術について

は、以下の研究を実施した。 

・ナセル搭載 LIDAR のフィールド実証結果 

国際的にも初めて多ビーム（9ビーム）方式のナセル

搭載 LIDAR を試験研究用風車に搭載し計測精度の評

価と風車制御の高度化に対する適用性を評価した結果、

LIDAR によって評価できるロータ等価風速を使用す

ることにより従来のハブ高さ風速よりも風車性能の評

価精度を数%改善するとともに、LIDAR のビーム照

射を任意に制御することにより、風車制御に有効な風

速情報量と取得率とを両立させたデータ取得が可能で

あることを実証した。 

・アセスメント技術の高度化（数値気象モデル） 

産総研および京都大学のスーパーコンピュータシステ

ム上にメソ気象モデルの並列実行環境を整備し、洋上

風況マップに利用される沿岸風況データベース作成の

ためのプラットフォームを構築した。また、陸上およ

び海上のデュアルライダー観測を実施し、海上風の吹

送距離と増速率の関係について検討した。 

・アセスメント技術の高度化（衛星リモートセンシング） 

長期マイクロ波散乱計データによる外洋風況把握手法

を開発するとともに、風速・風向値の精度検証を実施

した。加えて風況把握に必須となる、年平均風速等の

統計値も合わせて評価を行った。 

［領 域 名］環境・エネルギー   

［キーワード］エネルギーネットワーク、水素・熱シス

テム、太陽光発電、風力、水素キャリア 

 

［テーマ題目2］太陽光発電の高効率化・低コスト化技

術 

［研究代表者］高遠 秀尚（太陽光チーム） 

［研究担当者］高遠 秀尚、棚橋 克人、水野 英範、 

Mitchell Jonathon、望月 敏光 

       立花 福久、上出 健仁 

（常勤職員7名、他11名） 

［研 究 内 容］ 

 「太陽光発電の高効率化・低コスト化技術」に関して

は、太陽光発電の発電コストを大幅に低減することによ

り導入を加速する。 

・高効率セル作製プロセスの開発 

こイオン注入を用いた新しいセル作製プロセスの開発

を進めた。新規に設計したステンシルマスクを用いて

選択的にリンを注入した選択エミッタ構造を有する

PERC セルの作製に成功した。さらに、リン拡散層

およびボロン拡散層間にギャップを有する裏面電極型

セルのセルフアラインプロセスを開発し、変換効率

20.5 %を得た。 

・モジュールの信頼性向上・新規評価方法の開発 

モジュールの高信頼性化に関しては、民間企業と共同

で、劣化モジュールの分析や劣化モードの把握を進め、

インターコネクタとバスバー部の接続部の劣化要因を

見出すことができた。 

・多接合太陽電池「スマートスタック技術」の開発 

整列したナノ粒子を用いて異種材料の太陽電池を積層

するスマートスタック技術についての検討を進めた。

下部セルとして結晶シリコン太陽電池を用いた

InGaP/GaAs/Si 構造の3接合セルで、変換効率27.7を

達成した。 

・熱回収型太陽電池の提案 

キャリアの熱緩和と取り出しのダイナミクスを考慮し

たモデルに基づき、キャリアが熱平衡状態にない状況

でも成立する枠組みへと理論を拡張することで、太陽

電池の非平衡理論を構築した。この理論に基づき、

「熱回収型太陽電池」を提案し、その理論的考察を行

った。 

［領 域 名］環境・エネルギー 

［キーワード］太陽光発電、結晶シリコン太陽電池 

 

［テーマ題目3］地熱・地中熱の適正利用のための研究 

［研究代表者］安川 香澄（再生可能エネルギー研究セ

ンター） 

［研究担当者］安川 香澄、浅沼 宏、内田 洋平、、

村田 泰章、柳澤 教雄、山谷 祐介、

最首 花恵、石橋 琢也、渡邉 教弘、

岡本 京祐、Shrestha Gaurav、 

石原 武志、アリフウィディアトモジョ、

吉岡 真弓（常勤職員14名、他8名） 

［研 究 内 容］ 

 「地熱・地中熱の適正利用技術」に関しては、地熱エ

ネルギー利用に資する高度な地熱モニタリング技術、シ

ミュレーション技術と地中熱利用に資する精確なデータ

マップを提供する一方、新たな利用技術開発を行うこと

で、地下環境・社会環境に適合した適切な導入を支援す

る。 地熱の適正利用のための技術については、以下の

研究を実施した。 

 地熱の適正利用のための技術については、以下の研究

を実施した。 

・地熱井への人工刺激シミュレータの開発 

坑井を介した貯留層への加圧注水等により地熱貯留層

の能力改善を試みることがある。欧米の研究者と連携

して加圧注水に対する亀裂の応答に関する室内実験を



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(75) 

実施するとともに、超臨界地熱システムを想定した超

高温の貯留層内で発生する様々な現象を模擬可能なシ

ミュレータを開発した。 

・温泉泉質の遠隔連続モニタリングシステムの開発 

地熱発電と温泉との関連を科学的に説明可能にするた

めに、民間企業と連携して、温泉の泉質（温度、流量、

電気伝導度等）を計測できるシステムのプロトタイプ

を開発し、実証試験等を通じて実用モデルの開発に結

び付けた。このシステムは自立型計測を可能とし、イ

ンターネットを通じて、連続的に取得したデータをサ

ーバへ転送するものであり，今後，地熱資源適正利用

のための AI-IoT 機器としての研究開発を継続する。 

 地中熱ポテンシャル評価とシステム最適化技術につ

いては、以下の研究を実施した。 

・会津盆地の地中熱ポテンシャル評価 

3次元地下水流動・熱輸送モデルを福島大学・柴崎研

究室と共同で構築した。構築したモデルを現地調査で

得られた地下水位分布および地下温度プロファイルデ

ータを用いて検証し、盆地内の湧水地点や自噴井の分

布を再現した。また、構築したモデルを用いて、クロ

ーズドループシステムを想定した熱交換器必要長分布

図を作成した。さらに、現地湧水調査結果と地下水流

動解析より、シーズ支援事業で共同研究開発したセミ

オープンループシステムに対応するポテンシャルマッ

プを開発した。その結果、同一地域で，クローズドル

ープとセミオープンループの両システムについての適

地評価を可能とした。 

・会津盆地の水理地質構造の解明 

福島大学との共同研究を通じて、福島県会津地域にお

ける第四紀地質構造解析と水理構造（地下温度構造な

ど）解析を行い、地中熱ポテンシャル評価の基盤デー

タを構築した。特に、コア試料に基づく柱状図資料に

より、第四系の上部層と下部層の区分を行い、上部層

／下部層境界面の深度分布図を作成した。 

これらのデータは、前述した「会津盆地の地中熱ポテ

ンシャル評価」に用いる予定である。 

・地中熱システム最適化技術開発（シーズ事業） 

被災地企業のシーズ支援プログラムを活用して、民間

企業3社との共同研究樹脂製細管熱交換器を内蔵した

タンク式地中熱交換器の高度化（ジオシステム）」「地

中熱を利用した電子機器類の排気冷却システムの高度

化（ミサワ環境技術）」「準浅層における低コスト熱応

答試験の改良及び熱交換器埋設工法への展開（新協地

水）」を実施した。いずれも、地域の水文地質環境を

活用することにより、従来の地中熱システムよりも高

効率の熱交換システムや短時間・低コストの TRT を

開発した。 

［領 域 名］地質、環境・エネルギー 

［キーワード］地熱、地中熱、モニタリング、ポテンシ

ャル、社会的受容性、地下水、シミュレ

ーション 

 

⑨【先進パワーエレクトロニクス研究センター】 

（Advanced Power Electronics Research Center） 

（存続期間：2010.4.1～2019.3.31） 

研究センター長：奥村 元 

副研究センター長：山口 浩、坂本 邦博 

 

所在地：つくば中央第2、つくば西、関西センター 

人 員：35名（35名） 

経 費：3,438,700千円（1,315,950千円） 

 

概 要：  

 21世紀社会におけるエネルギー流、情報流、物流

における電力エネルギーの重要性は今後ますます増大

していく。電力エネルギーの有効利用は、省エネルギ

ー、新産業創出によるトリレンマ解決のキーである。

産総研発足時から一貫して行われてきたパワーエレク

トロニクスに関する革新的な技術開発をミッションと

する当研究センターは、エネルギーの最も合理的な利

用形態である電力エネルギーにおける省エネルギー技

術および新エネルギーの大量導入のための高効率電力

変換技術等、大容量から小容量までの電力エネルギー

制御・有効利用のための半導体エレクトロニクス（デ

バイス／機器応用）の実証と確立を目指す。 

 特に、過負荷耐性などの極限仕様への対応が期待さ

れる SiC、GaN、ダイヤモンドといったワイドギャ

ップ半導体デバイス／システムの電力エネルギー制御

への活用を中心課題に据えるとともに、それらによる

パワーエレクトロニクス技術の革新、大／中／小の各

容量における電力エネルギーのネットワーク化運用・

制御の実現を念頭に、エネルギーエレクトロニクス領

域への展開を図る。その目標の達成のために、ウェハ

プロセス、エピタキシャル成長、SiC パワーデバイス、

SiC デバイスプロセス、SiC デバイス設計、GaN パ

ワーデバイス、ダイヤモンド材料、ダイヤモンドデバ

イス、パワーデバイス基礎、パワー回路集積、パワー

エレクトロニクス応用の11の研究チームを組織し、

有機的な協同体制で上記の新規半導体のデバイス化に

は不可欠な「結晶－デバイスプロセス－デバイス実証

－パワーモジュール化－機器応用」の各段階の技術に

関する一環本格研究を強力に推進する。 

 本年度の研究内容としては、前年度と同様上記3種

のワイドギャップ半導体を包含する内閣府の戦略的イ

ノベーション創造プログラム（SIP）「次世代パワー

エレクトロニクス」と SiC 低損失スイッチングデバ

イス／電力変換器実証に関する企業との大型共同研究

連合体「つくばパワーエレクトロニクスコンステレー

ション（TPEC）」を「橋渡し研究」の両輪として進

めた。特に、SIP「SiC に関する拠点型共通基盤技術



研 究 

(76) 

開発」や TPEC における集中研究拠点としての活動

では、企業研究者を特定集中研究専門員として積極的

に受入れるなど、各種企業と密接な連携のもとに研究

開発を遂行するため、常勤研究員だけでなく、外来共

同研究員、併任研究員、ポスドク／補助員等の契約職

員、各種フェロー、連携大学院生等を積極的に活用し

て研究活動を行い、総勢約250名の組織となっている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金：  

TIA 拠点を活用したパワーエレクトロニクス技術の橋渡

し研究 

 

外部資金： 

原子力エレクトロニクス技術を活用した耐放射線半導体

イメージセンサの開発 

ダイヤモンド MESFET 作製技術の確立とダイヤモンド

IC の要素技術開発 

SIP（戦略的イノベーション創造プログラム）／次世代

パワーエレクトロニクス／将来のパワーエレクトロニク

スを支える基盤研究開発／ダイヤモンドパワーエレクト

ロニクス基盤技術開発 

低炭素社会を実現する次世代パワーエレクトロニクスプ

ロジェクト／GaN パワーデバイス等の実用化加速技術

開発／窒化ガリウムパワーデバイス高出力化のための高

放熱構造の研究開発 

SIP（戦略的イノベーション創造プログラム）／次世代

パワーエレクトロニクス/SiC に関する拠点型共通基盤

技術開発/SiC 次世代パワーエレクトロニクスの統合的

研究開発   

SIP（戦略的イノベーション創造プログラム）／次世代

パワーエレクトロニクス／GaN に関する拠点型共通基

盤技術開発／GaN 縦型パワーデバイスの基盤技術開発 

SIP（戦略的イノベーション創造プログラム）／次世代

パワーエレクトロニクス／将来のパワーエレクトロニク

スを支える基盤研究開発／ダイヤモンドパワーエレクト

ロニクス基盤技術開発 

センサデバイス性能向上及びプロセス基盤技術 

ダイヤモンド素子化技術 

粒子線と光の組合わせによるワイドギャップ半導体の深

い準位評価法の開発 

電子励起高密度ラジカル供給による単結晶ダイヤモンド

の高効率エピタキシャル成長法 

超低損失パワーデバイス用途ダイヤモンド低抵抗ウェハ

の合成 

活性サイト解析による導電性ダイヤモンドの合成プロセ

ス最適化 

高品位三原色光源実現に向けた青・緑色面発光レーザ 

選択成長法を用いた GaN 系立体チャネル型トランジス

タの研究 

ダイヤモンド半導体を用いたパッシブな宇宙用電子放出

源の実現可能性評価 

ワイドギャップ半導体（SiC および GaN）MOS 界面欠

陥の電子スピン共鳴分光同定 

低損失縦型ダイヤモンドパワーMOSFET 

 

発 表：誌上発表70件、口頭発表202件、その他5件 

--------------------------------------------------------------------------- 

ウェハプロセスチーム  

（Wafer Process Team） 

研究チーム長：加藤 智久 

（つくば西） 

概 要： 

 当チームでは、SiC バルク単結晶の伝導度制御技術

および溶液法による高品質成長技術、高速高品質ウェ

ハ加工技術の開発を行っている。 

 N-B コドープ技術による3インチ n 型低抵抗 SiC ウ

エハ（比抵抗≦10 mΩcm）の開発において、市販品を

上回る低転位密度化（3×103cm-2 [TSD (Threading 

Screw Dislocation 螺旋転位 )： 3×102/cm2 、BPD 

(Basal Plane Dislocation 基底面転位：8×102/cm2]）

を達成した。また、昨年度開発した N-Al コドープの

3インチ n 型低抵抗 SiC ウエハにエピ成長を行い、従

来技術より低オン抵抗のショットキーバリアダイオー

ド（SBD）の試作に成功した。また、p 型低抵抗 SiC

ウエハの開発では、高電圧 IGBT 開発に向けて3.5イ

ンチに開発サイズを拡大し、ウエハ比抵抗と厚エピ成

長時の界面転位抑制の関係を明らかにした。溶液法で

の転位変換現象を利用した低転位化技術の開発は、試

作適用に向け3インチに口径を拡大して進めた。SiTi

溶媒による3インチ SiC 成長では、4°オフ C 面成長で

TSD から基底面 Frank 欠陥への変換率を80 %以上で

達成できることを示した。 

研究テーマ：テーマ題目 

 

エピタキシャル成長チーム 

（Epitaxial Growth Team） 

研究チーム長：児島 一聡 

（つくば中央第2、つくば西） 

概 要： 

当チームでは、SiC エピタキシャル薄膜成長技術と

その材料評価を中軸に、超高耐圧 SiC バイポーラデ

バイス用厚膜成長技術と材料評価並びに埋め込みエピ

技術を用いた PN カラム（SJ）構造形成といった

SiC デバイスの高機能化に資する新規 SiC 薄膜成長

技術の開発を推進継続した。Si 面の厚膜成長では

CVD 装置管理を含め成長工程を見直すことで厚さ

270 m の厚膜で欠陥密度0.5個／cm-2以下を安定して

成長できる技術に仕上げ、IGBT 試作へのウエハ提供

を行った。また、ウェハ裏面加工により250 m 厚の

3インチエピウエハに於いてウェハのそり量を9 m
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まで低減、厚み250 m で技術の効果を確認した。一

方、評価においては BPD の SSF や DSSF への拡張

の起点評価を継続、その起点の構造と BPD の拡張条

件との関係を明らかにするとともに、X 線 CTR 散乱

を用いた SiO2/SiC 界面評価を継続実施している。加

えて Ga2O3に関して積層欠陥の存在を見出し、X ト

ポグラフによりその構造を同定した。埋め込みエピ技

術を用いた SJ 構造形成では、深さ～50 m、幅～5 

m、アスペクト比～10のトレンチを成長レートを5 

m/h 前後の速度で完全に埋戻すことのできる技術を

開発した。SNDM を用いた埋め込み層の濃度評価で

はその再現性、精度向上に資するウエハ加工手法を新

たに開発した。 

研究テーマ：テーマ題目 

 

SiC パワーデバイスチーム  
（SiC Power Device Team） 

研究チーム長：原田 信介 

（つくば中央第2） 

概 要： 

当チームでは、本格的実用化へ向けた高性能・高

信頼 SiC パワーデバイスの開発・応用展開を企業・

大学との共同研究を通じて進めると共に、国家プロ

ジェクトを通じで新構造スーパージャンクション

MOSFET の開発推進を目標としている。また、

MOSFET のゲート酸化膜形成に関し先進的なプロセ

ス技術、評価技術の開発にも積極的に挑戦し、SiC パ

ワーデバイスの更なる高性能化を追求している。 

平成29年度は、企業共同研究において、1.2kV 耐

圧クラスの SiC MOSFET として、低いオン抵抗と内

蔵ダイオードの高い信頼性を両立した独自構造のデ

バ イ ス （ SWITCH-MOS ： SBD-Wall Integrated 

Trench MOS）を開発し、量産レベルの試作品で性能

を実証した。SWITCH-MOS はトレンチ型 MOSFET

にトレンチ SBD を内蔵することで、1200 V クラス

の低い耐圧デバイスでも高い信頼性が実証できた。

従来技術では信頼性向上の効果が低いために1200 V

耐圧クラスでは困難であった SiC-MOSFET と SiC-

SBD の一体化が量産試作レベルで実証できたので、

今後はハイブリッド電気自動車（HEV）／電気自動

車（EV）の電力変換システムでの使用が期待される

オール SiC モジュールの市場導入が大幅に前進する

と期待される。 

国家プロジェクトスーパージャンクション構造形成

技術の開発においては、前年度までに構築した6.5 kV

対応 SJ 構造形成技術を用いて pn 接合 TEG を試作

し、6.5 kV 対応 SJ 構造による低抵抗化を実証した。

MOS 界面メカニズム解析に関しては、ホール効果移

動度測定手法を用いて、界面電気特性向上における窒

化の効果は、ホール移動度の向上ではなく、可動キャ

リア密度の増加によることを示した。しきい値安定性

に関しては、ストレス初期の変動を正確にモニタする

手法を確立し、正負ゲートバイアスに対し、短時間で

蓄積、緩和する変動成分の存在を明らかにし、窒化は

短時間で変動する成分を減少させる一方、長時間の負

バイアスで変動する成分を増加させることを明らかに

した。3次元アトムプローブ測定からは、窒化により

酸化膜界面から1～2 nm の範囲に窒素が局在するこ

とを明らかにした。 

研究テーマ：テーマ題目 

 

SiC デバイスプロセスチーム  

（SiC Device Process Team） 

研究チーム長：宮島 將昭 

（つくば西） 

概 要： 

 当チームでは、産業界への橋渡し後期にあたる SiC

デバイスの製造プロセスにおける研究開発を進め、そ

れらの量産化試作実証を行なうことと、国プロで実施

している順方向電流劣化対策を目的とする。29年度

は順方向劣化問題の解決策として再結合促進層の限界

性能把握と適切なスクリーニング条件導出に取組んだ。

その成果、通電試験時の電流密度と拡大した1SSF

（Single-Shockley Stacking Fault）の形状、拡大起

点構造の関係について詳細に解析を行い、貫通 BPD

は25 A/cm2程度の低電流密度で1SSF が拡大し、TED

転換 BPD は350 A/cm2以上の電流密度で拡大するこ

とを明らかにした。UV 照射強度、及び照射温度と

SF 挙動の関係を系統的に評価し、SF の拡張/縮小現

象と UV 照射条件の関係を明確化し、反応速度論と

平衡論に基づき SF の挙動をモデル化した。 

研究テーマ：テーマ題目 

 

SiC デバイス設計チーム  
（SiC Device Design Team） 

研究チーム長：福田 憲司  

（つくば西） 

概 要： 

 西 SCR 棟クリーンルーム SiC 6インチ試作ライン

の整備を引き続き進めるとともに、短リードタイム運

用に向けた量産試作技術ノウハウの蓄積を進めた。

2017年度は、プロセス開発実験ウエファ213枚、V 溝

形 MOSFET 等デバイス試作ウエファ97枚を投入し

た。年度末には試作能力を VMOS 換算で月産30枚程

度まで向上した。 

 昨年度に着手した耐圧1.2 kV の低損失 VMOSFET

の量産試作技術開発を進め、標準レシピ4件を登録す

るとともに、試作した素子は共同研究相手先で、実機

評価に供された。今年度の新規取り組みとして、西

5D 棟4インチ試作ラインで開発した、耐圧13 kV を
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越える SBD と MOSFET を、SCR6インチ試作ライ

ンで試作するためのプロセス移植に着手した。 

 上記技術開発と並行して、テクノブリッジ型共同研

究の枠組みを構築し、オープンイノベーション拠点で

ある SCR6インチ試作ラインにおいて、秘匿性の高い

研究開発も行える体制を整えた。 

研究テーマ：テーマ題目 

 
パワーデバイス基礎チーム  
（Power Device Fundamentals Team） 

研究チーム長：米澤 喜幸 

（つくば西） 

概 要： 

当チームでは、パワーエレクトロニクス応用に向

けて、パワーデバイスにおける様々な問題の解決を

目指し、メカニズム解析を念頭に置いた、基礎検討

からのアプローチを行っている。具体的には、バイ

ポーラデバイス要素技術、ゲート酸化膜要素技術を

行うとともに、デバイス開発では、特にスマートグ

リッドや直流送電システムのパワーエレクトロニク

ス機器応用を目指した、10 kV 以上の超高耐圧 SiC

デバイスに関する研究開発を SIP（戦略的イノベーシ

ョン創造プログラム）にて進めている。 

バイポーラ要素技術としてバイポーラシミュレー

ション技術向上、順方向劣化対策検討、高温ゲート

酸化技術を進めた。順方向劣化対策に関しては、再

結合促進層の有効性検証を行い、基板に存在する基

底面転位（BPD）に到達するホール量を制御するこ

とにより、4400 A/cm2の高電流密度でも、帯状積層

欠陥の発生が抑制され、順方向劣化が防止できるこ

とを示した。高温ゲート酸化では、酸素のみの酸化

による界面特性向上を、ホール効果測定により確認

できた。 

バイポーラデバイスでは、シミュレーション技術

の向上により、静特性および動特性を把握できるよ

うになった。超高耐圧 PiN ダイオードでは、耐圧構

造の検討と低濃度ドリフト層エピ適用によって、世

界最高の半導体耐圧である29.6 kV を達成した。超高

耐圧 SiC-IGBT においても耐圧23 kV を達成するこ

とができた。 

 さらに試作した IGBT と PiN ダイオードを組み合

わせた、スイッチング試験環境の整備を行い、SW 損

失低減に向けたフィードバックを行えるよう検討を

進めている。 

研究テーマ：テーマ題目 

 

GaN パワーデバイスチーム  
（GaN Power Device Team） 

研究チーム長：奥村 元 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 当チームでは、GaN 半導体を用いた低損失電力素

子の実用化を図ることを目的としており、横型デバイ

スとして GaN on Si の HEMT デバイスの実用化に関

する研究と、GaN 単結晶基板を用いた縦型デバイス

の実現性について研究開発を行なっている。 

 GaN on Si を用いた GaN-HEMT デバイスは、現

在100～200 V の耐圧まで確保されているが、信頼性

や安定性の課題解決が必要であり、同時に高速性と低

損失性を生かした応用の開拓とそこに提供できる相当

数のデバイスチップが望まれている。また GaN 単結

晶を用いた縦型デバイス開発においては、まだ基礎的

物性が曖昧でデバイス化要素プロセスが確立していな

い。 

 そこで H29年度は、GaN on Si 技術を用いた

AlGaN/GaN パワーデバイスの高速スイッチング回路

適用へ向けた磁性材料評価等の新要素技術の開発を行

った。更に、パワー集積回路技術構築に向け、 

（110）Si 基板上のエピ成長高度化を含むデバイス化

要素技術開発と損失モデル構築等を行うと共に、TIA

パワエレ拠点における GaN 単結晶基板上 GaN デバ

イスを主体とした量産試作のための設備整備に着手し

た。また新たなシーズ発掘が重要であると考え、高温

AlN エピ成長等の新しい成長技術、新規デバイス構

造、新規用途の開拓などを行なっている。 

研究テーマ：テーマ題目 

 

パワー回路集積チーム  

（Power Circuit Integration Team） 

研究チーム長：佐藤 弘 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 SiC などワイドギャップ半導体パワーデバイスが持

つ高性能かつ超低損失な特長を活かした、高機能・小

型・低消費電力の電力変換装置実用化のための基盤技

術研究開発を目的とする。具体的には、主に SIP（戦

略的イノベーション創造プログラム）プロジェクトの

もと、大電流密度・高発熱密度に対応した1.2 kV 級

SiC モジュールの研究開発を進めている。 

平成29年度は、前年度までの要素技術開発で得た

知見から決定した基本モジュール（ワイヤーボンド型

構造と ZnAl ハンダ接合で実装したモジュール）を用

いた劣化機構解明・加速試験条件明確化のための信頼

性評価を進めるため、基本モジュールの性能ばらつき

抑制に取組んだ。具体的には、実装精度管理の向上等

に向けた寸法公差管理の改善を部品製造者や材料製造

者との連携で進めるとともに、組立時の条件管理や冶

具設計の改良を進め、その効果を確認した。これによ

り、組立製造技術としてもレベル向上が図られたこと

を確認した。 
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また、SIP プロジェクト内の他テーマとの連携を進

め、インホイールモータ駆動用にモジュールを製造す

るとともに、これを用いたインバータ回路の設計・製

作を行った。製作したインバータ回路の基本性能の確

認を行い、ゲート信号の受信、デッドタイムの確保、

通電性能等に問題が無いことを確認した。 

 上記に加え、高速に動作するパワーデバイスの保護

回路に関する基礎開発を進め、ゲートドライブ回路の

改善を提案し、これによる過電圧保護動作を確認した。

また、実装状態の熱物性の測定法である過渡熱測定法

に関する技術支援および指導を行った。 

研究テーマ：テーマ題目 

 

パワーエレクトロニクス応用チーム 

（Power Electronics Application Team） 

研究チーム長：坂本 邦博 

（つくば西） 

概 要： 

 自動車用の民生用途から、高エネルギー加速器電源

のような特殊用途にいたる、幅広い電力変換分野での

SiC パワーエレクトロニクスの応用開拓を目指し、

SiC パワーデバイスの特長を発揮する高性能モジュー

ル実装技術の開発と、そのモジュールをパワーエレク

トロニクス機器開発者に提供して、応用に向けての共

同研究を進めた。 

 高速スイッチング大電流モジュール（150 A, 接合

温度150 ℃）では、JEITA 規格に基づく産業機械用

信頼性試験を完了した。更に高温動作を狙うモジュー

ル（接合温度200 ℃）では、熱サイクル印加時の線

膨張係数差に起因する疲労を抑制する構造改良を進め

た。10 kV を越える高電圧小電流用途向けに、15 kV

耐圧 TO 268表面実装パッケージでは、ユーザが外部

沿面放電の不安無く使える高信頼パッケージを開発し

た。 

 耐圧10 kV を越える超高耐圧 SBD と MOSFET を、

産業用や理科学機器用電源を開発する共同研究相手先

に提供を開始した。これらの素子は市場で入手できず、

産総研が供給することで当該市場が拡大して、半導体

製造企業が製造を始める呼び水となることを目指す。 

研究テーマ：テーマ題目 

 

ダイヤモンドデバイスチーム  

（Diamond Device Team） 

研究チーム長：牧野 俊晴 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 当チームでは、次々世代のパワーエレクトロニクス

材料として期待されるダイヤモンドのデバイス化を念

頭に研究開発を行っている。また、ダイヤモンド中の

窒素-空孔複合欠陥（NV センタ）を用いた磁気セン

サー応用に関する研究を進めている。 

 平成29年度は、ダイヤモンドパワーデバイスのコ

アコンピタンスである高い絶縁破壊電界を実証するた

めに、T-CAD シミュレーションにより設計した電界

集中緩和構造を有した pin ダイオードを試作し、従来

構造の2倍以上の耐圧を実現した。 

昨年度、世界で初めて動作実証に成功した p 型反

転層チャネルダイヤモンド MOSFET において、ポス

トウェットアニール処理によりゲート絶縁膜界面の高

品質化等を進め、チャネル移動度を昨年度より一桁高

い31 cm2/Vs まで向上した。また p 型ボディ MOS キ

ャパシタにおいて、ダイヤモンドで初めて n 型反転

層容量を確認した。 

ダイヤモンドの高濃度ドーピング層を利用したショ

ットキーpn ダイオードの動作特性の解析を進め、順

方向電流が高電流密度領域では空間電荷制限電流モデ

ルで表されることを明らかにした。 

NV センタを用いた磁気センサ応用では、センサー

感度を向上するために NV センタに電子がトラップ

された NV－状態の安定化を図った。縦型 nin 接合の i

層中に NV センタを形成することでスピン緩和寿命

を一定に保持しつつ NV－状態を安定化できることを

実証した。 

研究テーマ：テーマ題目 

 

ダイヤモンド材料チーム  

（Diamond Materials Team） 

研究チーム長：杢野 由明 

（関西センター） 

概 要： 

 当チームでは、次々世代のパワーエレクトロニクス

材料として期待されるダイヤモンドにとり必要不可欠

である大口径単結晶ウェハの実現を目指し、ダイヤモ

ンドのバルク結晶成長技術、ウエハ化加工技術、結晶

評価技術等の開発を行っている。その他、耐環境デバ

イス等のダイヤモンドの優れた材料物性を生かしたア

プリケーションの開拓を進めている。 

 平成29年度は、1インチウエハ実現に向けた技術開

発として、バルク結晶の断面観察により、繰り返し成

長時に生ずる、成長界面における欠陥生成を確認した。

また、この結果に基づき、連続成長時間の拡大、即ち、

成長界面の抑制に取り組んだ。長時間成長時に発生す

る異常成長を回避する条件を見出し、従来の連続成長

時間を10倍程度以上にまで拡張することに成功した。

これにより、ミリ単位での厚膜合成を成長界面の導入

無しに、途切れることなく達成できる様になった。 

 低抵抗ウエハ実現に向けた基盤技術として、熱フィ

ラメント法による高濃度ボロンドープ膜の合成技術の

高度化を行った。従来のマイクロ波プラズマ CVD に

よる合成と比較し、成長メカニズムの違いの探索を開
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始した。 

 平成28年度に、パワーデバイスの基本素子である

ショットキーバリアダイオードを試作し、高い電圧環

境下で電極縁辺での電界が電極中央部における電界の

3倍以上となることを確認し、ドリフト層中にかかる

高い電界が走行する少数キャリア数を増倍させる現象

を利用した観測手法を確立したことを踏まえ、平成

30年度に新規 pin 接合等で衝突イオン化係数を測定

するために、電子線とアルファ線を励起源とした衝突

イオン化係数の測定系を立ち上げた。 

研究テーマ：テーマ題目 
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２）生命工学領域 
(Department of Life Science and Biotechnology) 

--------------------------------------------------------------------------- 

領域長：松岡 克典 

概 要： 

 生命工学領域は、健康で安心して暮らせる健康長寿

社会や環境負荷を抑えた持続可能な社会の実現に貢献

することを目指して、生命工学に係る世界最高水準の

研究開発を進め、その成果を産業界に橋渡しするとと

もに、研究成果により国際的なプレゼンスを高め、優

秀な人材が集まる研究所づくりを進めている。領域長

は、理事長の命を受けて、各研究分野における研究の

推進に係る業務の統括管理を行っている。 

 

①生命工学領域研究戦略部 
（Research Promotion Division of Life Science and 

Biotechnology） 

 

研究戦略部長：鎌形 洋一 

研究企画室長：小松 康雄 

 

所在地：つくば中央第1 

人 員：16名（15名） 

概 要： 

 研究戦略部は、領域における研究及び開発並びにこ

れらに関連する業務に係る基本方針の企画及び立案並

びに総合調整を行っている。研究戦略部長は、領域長

の命を受けて領域の運営（研究戦略、予算、人事、自

己評価等）を行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

生命工学領域研究戦略部研究企画室 

（ Research Planning Office of Life Science and 

Biotechnology） 

概 要： 

 産総研として特色ある研究の方向性や、開発技術を

社会に還元することを意識し、生命工学領域の人材資

源の最適配置を行いつつ以下のような研究管理を行っ

ている。 

 すなわち、当該領域における研究方針、研究戦略、

予算編成及び資産運営に係る基本方針、プロジェクト

の企画及び立案や調整、領域間の連携の推進、経済産

業省その他関係団体等との調整、当該領域に関する技

術組合に関する業務、領域における研究ユニットの評

価に関する業務を行っている。また、BioJapan、科学

技術振興機構新技術説明会や LS-BT を始めとする各

種イベント出展に対する立案や出展テーマの調整、見

学・視察対応、新規採用・任期付研究員のパーマネン

ト審査に関する業務などを行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

 

機構図（2018/3/31現在） 

［生命工学領域研究戦略部研究企画室］ 

  研究企画室長      小松 康雄 他 

［生物資源管理グループ］ 

  グループ長       海老原 達彦 他 

--------------------------------------------------------------------------- 

オープンイノベーションラボラトリ 

 産総研・早大 生体システムビッグデータ解析オープ

ンイノベーションラボラトリ 

（ Computational Bio Big-Data Open Innovation 

Laboratory） 

概 要： 

 生体で測定された各種ビッグデータと情報解析を融

合することによってライフ・イノベーションを達成す

る。特に、早大が有するメタゲノムデータ・医療系メ

タデータと産総研の解析技術を合わせることで、疾病

メカニズムや医薬品原料の探索・生産に寄与する生命

現象のシステム的理解を目指す。また、最先端のアル

ゴリズム・数理解析手法の開発を行い、世界標準とな

る生命情報解析技術の開発を行う。さらに、産学官ネ

ットワークの構築により、民間企業の参画による「橋

渡し」を強化した組織運営、欧米を中心とした各種研

究機関との人的交流を中心とした国際連携の強化を図

っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2018/3/31現在） 

ラボ長  竹山 春子 （早稲田大学教授） 

副ラボ長 油谷 幸代 

--------------------------------------------------------------------------- 

 産総研・阪大 先端フォトニクス・バイオセンシング

オープンイノベーションラボラトリ 

（ Advanced Photonics and Biosensing Open 

Innovation Laboratory） 

概 要： 

 産総研の有するニーズ対応型のバイオ分析制御技術

を具体的な対象として、大阪大学が有するフォトニク

ス分析の高度基盤技術を実装し、多彩な生体分子を計

測する高感度バイオセンシングシステムの開発を行っ

ている。具体的には革新的な細胞機能操作・イメージ

ング技術の開発、次世代フォトニクスバイオセンサー

の開発、バイオセンシングの超高感度 IoT プラットフ

ォームの構築を推進している。また産総研の橋渡し技

術により大阪大学の基礎研究成果の社会実装を加速す

ることを目標とした、産学官連携体制の構築を進めて

いるところである。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2018/3/31現在） 

ラボ長  民谷 栄一 （大阪大学教授） 

副ラボ長 脇田 慎一 

--------------------------------------------------------------------------- 
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②【創薬基盤研究部門】 
（Biotechnology Research Institute for Drug 

 Discovery） 

（存続期間：2015.4.1～） 

 

研究部門長：織田 雅直 

副研究部門長：鈴木 理 

首席研究員：平林 淳 

 

所在地：つくば中央第2、つくば中央第5、 

    つくば中央第6、臨海副都心センター 

人 員：32名（32名）  

経 費：1,166,640千円（382,853千円） 

 

概 要： 

 我が国では急速に少子高齢化が進んでおり、迅速な

社会復帰を可能とする疾患の早期診断・早期治療など、

適切な個の医療の実現・充実が課題となっている。ま

た、医療・介護・予防分野での ICT 利活用を加速し、

世界で最も便利で効率的なシステムを作り上げること、

さらに、健康・医療分野においては、世界最高水準の

技術を維持し、医薬品・医療機器産業の国際競争力を

向上させ、我が国のリーディングインダストリーへと

発展させることが求められている。これら課題につい

て、その解決に必要な技術の開発が不可欠となってい

る。 

 我が国の課題解決に求められている創薬基盤技術の

開発および医療基盤・ヘルスケア技術の開発を担うた

め、平成27年4月1日に創薬基盤研究部門が設立され、

つくばセンターと臨海副都心センターの２つの拠点で

研究開発・技術開発を展開している。 

当部門が強みとする糖鎖解析技術、幹細胞工学技術、

天然化合物生産技術を基に研究開発を進展させるため、

３つの重点課題を設け、基盤研究の推進、基盤技術を

利用し産業化を目指した技術の開発、企業連携による

製品化を目指した技術開発を実施している。  

また、我々が強みとするこれらの技術を融合させる

ことで新たな技術の開発も積極的に行っている。さら

に、他の専門分野の技術を取り入れることで分野を超

えた融合技術の開発も積極的に実施したいと考えてい

る。 

3つの重点課題の概要は以下の通りである。 

 

重点課題1：糖鎖／ペプチド分析・製造技術に基づく

診断薬、治療薬の探索と実用化 

 糖鎖の差異を用いて、がんや自己免疫疾患、生活習

慣病等に対する診断薬、治療薬を効率的に開発するこ

とを目指し、疾患に関連する糖鎖、糖タンパク質、ペ

プチド等の構造と機能を解析し、疾患特異的なバイオ

マーカーや標的因子を探索、究明する。またこれらの

因子を標的化する分子、あるいはそれを高機能化した

分子を開発、製造し、疾患の診断薬、治療薬の開発を

行う。 

 

重点課題2：細胞を利用した再生医療技術と創薬支援

技術の開発 

 現在、高度な知識集約型産業である再生医療産業や

創薬産業が、次の成長分野として期待されている。し

かし、国内の関連企業の競争力はまだ強いとは言えず、

これらの産業を後押しする技術を開発し、産業界へ橋

渡しを行うことが産総研に課せられた課題となってい

る。本課題では、第4期中期計画中項目「医療基盤・

ヘルスケア技術の開発」に基づき、先進医療技術を確

立するための再生医療技術と創薬支援技術等の開発を

進める。さらにガイドライン策定と標準化による幹細

胞ならびに医療機器等の実用化を支援する。成果を民

間企業に橋渡しして実用化を目指す。 

 

重点課題3：ケミカルバイオロジーに基づく創薬基盤

技術の開発 

 微生物等が生産する天然化合物の創薬への利用を目

指し、放線菌やカビ等が生産する天然化合物の生理活

性評価と天然化合物生産に関わる遺伝子や未利用生合

成遺伝子の機能解析と、異種ホストとこれら生合成遺

伝子を用いた生産技術の高度化を実施する。またバイ

オインフォマティクスを用い、遺伝子の組み合わせ等

による新規天然化合物生産や有用生体物質の高生産技

術の開発を行う。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金：  

戦略予算「メダカを使ったフェノタイプ  スクリーニン

グシステムの開発」 

 

戦略予算「臨床用ヒト iPS 細胞作製技術の確立と産総研

発ベンチャーによる実用化」 

 

標準化予算「近赤外波長域を利用した医療用画像システ

ムの国際標準化研究」 

 

外部資金：  

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

植物等の生物を用いた高機能品生産技術の開発「植物等

の生物を用いた高機能品生産技術の開発／高生産性微生

物創製に資する情報解析システムの開発」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（CREST）「レクチン工学を基盤としたエクソソ

ーム糖鎖解析技術の開発」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推
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進事業（さきがけ）「超高感度・非破壊1細胞グライコー

ム解析技術の開発」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 研究成果展開事業 

大学発新産業創出プログラム（START） プロジェクト

支援型「タランチュラ毒由来のペプチドライブラリーと

新規ペプチドディスプレイ技術を用いたイオンチャネル

作用薬の創製技術」 

 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構 医療分野研究

成果展開事業 先端計測分析技術・機器開発プログラム

「マルチモーダル内視鏡システムによる生体機能診断」 

 

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構 生

物系特定産業技術研究支援センター SIP（戦略的イノ

ベーション創造プログラム）「次世代農林水産業創造技

術」「ホメオスタシス維持機能をもつ農林水産物・食品中

の機能性成分評価手法の開発と作用機序の解明」 

 

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構 生

物系特定産業技術研究支援センター 革新的技術開発・

緊急展開事業（うち地域戦略プロジェクト）「牛の放牧管

理の効率化・生産性向上のための小型ピロプラズマ病ワ

クチンの実証研究」 

 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構 次世代がん医

療創生研究事業「D-型ペプチドによる血液-脳腫瘍関門突

破と脳腫瘍治療」 

 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構 革新的がん医

療実用化研究事業「ステルス型 RNA ベクターを利用し

た All-in-One 型ゲノム編集ツールの開発」 

 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構 医薬品等規制

緩和・評価研究事業「ヒト iPS 分化細胞技術を活用した

医薬品の次世代毒性・安全性評価試験系の開発と国際標

準化に関する研究」 

 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構 再生医療の産

業化に向けた評価基盤技術開発事業 再生医療技術を応

用した創薬支援基盤技術の開発「In-vitro 安全性試験・

薬物動態試験の高度化を実現する organ/multi-organs 

-on-a-chip の開発とその製造技術基盤の確立」 

 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構 再生医療の産

業化に向けた評価基盤技術開発事業 再生医療技術を応

用した創薬支援基盤技術の開発「デバイスに搭載するヒ

ト自律神経細胞と標的臓器の安定的製造に関する研究開

発」 

 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構 再生医療の産

業化に向けた評価基盤技術開発事業 再生医療技術を応

用した創薬支援基盤技術の開発「薬物動態・安全性試験

用 organ(s)-on-a-chipに搭載可能な臓器細胞/組織の基準

作成」 

 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構 再生医療の産

業化に向けた評価基盤技術開発事業 再生医療の産業化

に向けた細胞製造・加工システムの開発「ヒト多能性幹

細胞由来の再生医療製品製造システムの開発（網膜色素

上皮・肝細胞）」 

 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構 次世代治療・

診断実現のための創薬基盤技術開発事業「糖鎖利用によ

る革新的創薬技術開発事業」 

 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構 医療分野研究

成果展開事業 先端計測分析技術・機器開発プログラム

「腫瘍内不均一性を考慮した癌生細胞検査法の開発」 

 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構 医療分野国際

科学技術共同研究推進事業（戦略的国際共同研究プログ

ラム）「メコン川流域における肝吸虫患者のQOL維持と

がん予防に資する革新的診断システムの開発と普及」 

 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構 ゲノム医療実

現推進プラットフォーム事業「保存血清のメタボロ－ム

解析による疾患診断の有用性の検証と応用（レクチンア

レイによる慢性疾患の異常糖鎖検出）」 

 

沖縄県 一般社団法人トロピカルテクノプラス 再生医

療産業活性化推進事業「平成29年度再生医療産業活性化

推進事業」 

 

国立大学法人筑波大学 平成29年度医療研究開発推進

事業費補助金（橋渡し研究戦略的推進プログラム）「膵癌

に対する革新的治療開発：糖鎖標的レクチンによるがん

幹細胞消滅戦略」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（A）

「グライコプロテオームを中心とした複合オミクス解析

による疾患モデルの糖鎖機能解析」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（B）

「しなやかでウェットな半立体マイクロ構造体の露光作

製及び新規バイオチップへの応用」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（C）

「動脈硬化性大動脈瘤の網羅的糖鎖解析による新たな疾

患関連指標の探索」 
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日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（C）「関

節軟骨組織の発生・再生機序における転写因子 KLF4の

機能解明」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（C）「糖

鎖アレイを利用した ABO 不適合腎移植における抗体関

連型拒絶反応予測検査法の開発」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（B）

「がん幹細胞糖鎖の構造と機能」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 挑戦的萌芽研究

「培養基質の膨潤力を活用した空間自由度の高い細胞力

学刺激法の開発」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 挑戦的萌芽研究

「遺伝子操作情報トレーシングのための細胞スケール非

接触磁気タグの研究」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（C）

「膜タンパク質再構成マトリックスにおける部分フッ素

化蛍光色素の開発」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（C）

「急速に進行する膵管がんの特性を規定する分子メカニ

ズムの解明」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（C）

「酸素感受性 tRNA 修飾酵素の反応メカニズム」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 挑戦的萌芽研究

「In vitro 交感神経－血管モデル構築による血管疾患メ

カニズムの解析」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 若手研究（A）

「膵β細胞・自律神経細胞の人工作製と神経インターフ

ェース化」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 若手研究（A）

「3D イメージングセルソーティング法の開発」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（B）

「グライコミクスを革新する新たな分析基盤の構築」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 若手研究（B）

「組織再生における有核血球細胞の動態解明」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 若手研究（B）

「心肥大の分子メカニズム解明を目指した比較グライコ

プロテオミクス」 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 研究活動スター

ト支援「インフルエンザウイルス－宿主糖質相互作用の

包括的解析とその感染病態における意義」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 挑戦的研究（萌

芽）「圧力駆動 Liver-on-a-chip の開発：三次元肝組織の

生体外長期灌流培養」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 挑戦的研究（萌

芽）「ムチンプロファイル解析による粘液線維肉腫の悪

性形質発現機能の解明」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（S）

「天然化合物の革新的標的分子同定法の確立とケミカル

エピジェネティクス」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（A）

「ヒトミニ胃組織を用いた胃がん病態の究明と創薬応

用」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（B）

「移動速度論の観点によるヒト iPS 細胞増殖、分化機構

の解明と実用的生産技術への提言」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（B）

「iCAF：iPS 由来の癌線維芽細胞による膵癌幹細胞、間

質幹細胞の糖鎖標的探索」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（B）

「肝線維化進展におけるマクロファージと肝星細胞間の

糖鎖シグナルの分子機能解析」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（C）

「高感度糖鎖解析システムを用いた新たな子宮頸部腺癌

診断・治療バイオマーカーの開発」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（C）

「FTICRMS を用いた水圏中微量金属元素－溶存有機物

錯体の分子構造解析」 

 

経済産業省近畿経済産業局 平成29年度戦略的基盤技

術高度化支援事業（機関補助金）「再生医療の産業化に向

けた未分化・造腫瘍性細胞の検出技術の開発」 

 

経済産業省 平成29年度戦略的国際標準化加速事業（政

府戦略分野に係る国際標準開発活動）「細胞の特性評価

ならびに製品製造への応用に関する国際標準化」 

 

発 表：誌上発表73件、口頭発表144件、その他19件 

--------------------------------------------------------------------------- 
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糖鎖技術研究グループ 

（Glycoscience and Glycotechnology Research Group） 

研究グループ長：梶 裕之  

（つくば中央第2） 

概 要： 

 研究目的：タンパク質の糖鎖修飾は小胞体・ゴルジ

体内腔で生じる。そのため、これらの分泌経路オルガ

ネラ、これを通って分泌された体液、細胞膜に存在す

るタンパク質の多くは糖鎖修飾を受けている。糖鎖は

タンパク質の局在、活性、相互作用等、機能の調節に

重要な働きを担っていることは明白だが、糖鎖は多数

の生合成酵素によって非鋳型依存的に合成されるため

多様で不均一となり、糖鎖の構造と機能の関係を解明

することは極めて困難である。本研究グループは、糖

鎖機能やその制御機構の解明を目的とし、そのための

解析技術開発、及び産業応用を行う。 

研究手段・方法論：まず糖鎖修飾の状態を、細胞や組

織における糖転移酵素遺伝子の発現、糖タンパク質の

発現、糖鎖構造について、転写物、タンパク質、糖鎖

の分析によって解析する。主要分析ツールとしてDNA

シーケンサー、質量分析、レクチンアレイ、セルソー

ター、光学顕微鏡等を用い、解析技術・方法論を開発

する。機能解明のためには、糖鎖生合成系を改変した

モデル生物（酵母、マウス、培養細胞）などを利用す

る。糖鎖の産業応用としては、糖鎖変化を基盤とした

バイオマーカーや創薬標的分子の探索、検出系の構築

（糖鎖修飾抗原、抗体、標準糖タンパク質の作成など）

を行う。 

テーマ題目1：糖鎖解析技術の開発、テーマ題目2：糖

鎖機能、制御機構の解明、テーマ題目3：糖鎖の臨床

的応用 

 

幹細胞工学研究グループ 

（Stem Cell Engineering Research Group） 

研究グループ長：伊藤 弓弦 

（つくば中央第5） 

概 要：  

 ヒト多能性幹細胞や間葉系幹細胞、そして各種臓器

細胞は、治療用細胞や検査用細胞の原材料として注目

を集めている。しかしながらそれら細胞は様々なバラ

ツキを有しており、最適な大量培養方法や臓器細胞分

化方法に関しても未整備な部分が多く、産業化を進め

てゆく上で大きな障壁となっている。そこで幹細胞工

学研究グループでは、（1）再生医療用幹細胞の品質管

理技術開発、安定供給技術開発および標準化（2）創

薬用幹細胞／臓器細胞の安定供給技術開発及び規格化

を重点課題とし、関連要素技術と共に研究開発を推進

している。具体的には、（1）として、間葉系幹細胞の

性能を迅速に判断可能なバイオマーカー開発、移植用

細胞内に残存した腫瘍源細胞を除去する技術開発など

を行う。（2）として、薬物動態試験や毒性試験等での

使用に耐えうる臓器細胞の規格作りを開始すると共に、

外因性のバラツキ要因を極力最小化するためのプロセ

ス管理に関しても検討する。 

 

ステムセルバイオテクノロジー研究グループ 

（Stem Cell Biotechnology Research Group） 

研究グループ長：木田 泰之 

（つくば中央第5） 

概 要：  

 再生医療や創薬支援のための技術体系構築には幹細

胞が有用である。人工多能性幹細胞（iPS 細胞）の誘

導技術開発は再生医療としての多大な可能性を広げる

のみならず、化合物による細胞制御と遺伝子操作によ

る最先端の細胞工学技術開発を導いている。そこでス

テムセルバイオテクノロジー研究グループでは、幹細

胞の特性を明らかにする基礎研究を通じて、細胞改変

技術や培養デバイスの作製、医療機器開発を進めてい

る。具体的には、多能性幹細胞や体性幹細胞などの細

胞特性と微細加工技術を応用し、リプログラミングや

ダイレクトリプログラミングおよび細胞分化誘導法の

開発や組織3次元構築、工学技術の医療応用を進めて

いる。このような幹細胞改変技術と生体工学の融合に

よって、創薬基盤技術の開発や疾患モデル研究をはじ

めとした医療分野への貢献を推進することを目指して

いる。 

 

医薬品アッセイデバイス研究グル―プ 

（Drug Assay Device Research Group） 

研究グループ長：金森 敏幸 

（つくば中央第5） 

概 要：  

 近年、ヒト細胞の産業応用に関心が高まっているが、

たかだか数十マイクロメートルの大きさである細胞を

精密に取り扱うためにマイクロプロセス技術の活用が

期待されており、我々は「マイクロプロセスを応用し

た創薬支援・がん診断デバイスの開発」に注力してい

る。 

 具体的には、1）microphysiological system (MPS)

のプラットフォームとしての圧力駆動型マルチスルー

プットチップ（PD-MPS）、2）光分解性ゲルによるが

ん細胞診断技術、3）光応答性表面による細胞マニピ

ュレーション技術、に関して研究開発を実施している。 

1）については、国立研究開発法人日本医療研究開

発機構の再生医療の産業化に向けた評価基盤技術開発

事業（再生医療技術を応用した創薬支援基盤技術の開

発）の研究代表機関として、昨年までに開発済みの

PD-MPS チップについて試生産プロセスの開発を進

めると共に、医薬品メーカーと共にその性能評価を実

施したところ、複数臓器を連結することによって生じ
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る現象を再現できることが分かった。 

 2）については、プロトタイプ機およびモデルがん

細胞を用いて、分離性能の向上目的として光分解性ゲ

ルの組成およびゲル化条件の最適化を実施した。 

 3）については、企業でプロトタイプ機を製作し、

現在は市場開拓を実施している。当研究グループでは、

顧客の使用条件に合った光応答性表面の作成条件を提

示した。 

 

最先端バイオ技術探求グループ 

（Leading-edge Biotechnology Research Group） 

研究グループ長：新家 一男 

（臨海副都心センター） 

概 要：  

天然化合物は人智を超えた構造を有し、天然化合物

あるいはその構造を模倣して開発した薬剤は、全臨床

薬の約6割を占める重要な創薬開発リソースである。

当研究室では、国内の製薬系企業から提供を受けた天

然物ライブラリーを含む世界最大級の天然物ライブラ

リーを保有し、製薬企業あるいはアカデミア発の創薬

ターゲットを対象に大規模天然物スクリーニングを実

施している。29年度は製薬企業3社から6個のスクリー

ニングを依頼され、それぞれの系で新規化合物の発見

に成功した。 

天然化合物の中心をなすのは微生物が生産する天然

化合物であるが、これらの微生物の中には難培養性の

もの多く存在する。そのため、従来の菌株を分離し、

発酵法による生産が困難あるいは不可能な化合物も多

く存在し、医薬品としての開発に十分なサンプル量を

確保するのが困難である。本問題を解決するため、我々

はこれらの化合物を生産する生合成遺伝子をクローニ

ング、あるいは合成 DNA を用いて人工遺伝子を構築

し、これらを異種ホストにて発現生産する技術の開発

を行っている。平成29年度は、Pseudomonas および

その近縁種が生産する化合物を安定に異種発現生産す

る技術の開発に成功し、製薬企業の課題解決に貢献し

た。 

 

細胞グライコーム標的技術グループ 

（Cellular Glycome-Targeted Technology Group） 

研究グループ長：舘野 浩章 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 糖鎖は細胞の最外層を覆い、細胞の種類や状態（癌

化、分化）により、糖鎖の構造が劇的に変化すること

が知られている。そのため糖鎖は細胞を見分けるため

のマーカー（指標）として有用であり、再生医療に用

いる細胞の品質管理や癌などの疾病の創薬標的として

期待されている。また抗体などのバイオ医薬品は糖鎖

で修飾されており、糖鎖の構造がバイオ医薬品の薬効

や動態と密接な関係があることも明らかにされている。

そこで細胞グライコーム標的技術グループでは、国家

プロジェクトや企業との共同研究により、（1）細胞や

タンパク質に修飾された糖鎖を迅速・高感度且つ定量的

に解析するための新たな技術の開発、（2）再生医療に

用いる細胞を評価選別する技術の開発、（3）癌や糖尿

病等の疾病に対する診断薬・創薬の開発、（4）抗体等

のバイオ医薬品の品質管理技術の開発、（5）エクソソ

ーム表層糖鎖の解析と応用技術の開発、を行う。糖鎖・

レクチンをキーワードとして、創薬や再生医療をはじめ

とした広くライフサイエンス分野に貢献する実用的な

技術を開発して、産業界に橋渡しすることを目的とする。 

 

③【バイオメディカル研究部門】 
（Biomedical Research Institute） 

（存続期間：発足日～終了日） 

 

研究部門長：近江谷 克裕 

副研究部門長：本田 真也、大西 芳秋 

首席研究員：ワダワ レヌ― 

総括研究主幹：阪下 日登志、脇田 慎一、 

岡田 知子 

 

所在地：つくば中央第6、関西センター 

人 員：106名（106名） 

経 費：1,134,644千円（527,891千円） 

 

概 要： 

 産総研の第4期中長期目標である「創薬基盤研究を

推進する」ために設定された第4期中長期計画「生体

分子の構造、機能を理解するとともに、得られた知見

を活用し、新しい創薬技術基盤、医療技術基盤を開発

する」を推進するため、当部門は目的基礎研究を実施、

2つのミッションを設定した。よって、①生体分子の

構造・機能を理解・解明し、それらの知見に基づいた

創薬基盤技術・医療基盤技術を確立する。②創薬・医

療に関わる基礎・基盤技術の動向を把握し、将来に向

けた技術の芽を発掘し育成する。を掲げる。特に、「創

薬のリードタイムを短縮するために、古典的新薬探索

から脱却し、短時間に低コストで成功率の高い創薬プ

ロセスを実現する創薬最適化技術、ゲノム情報解析技

術、バイオマーカーによる疾病の定量評価技術などの

新しい創薬の基盤となる技術を開発する。さらに、創

薬支援ネットワークにおける技術支援にも取り組む。」

の研究項目を担当する。そこで、4つの重点課題及び2

つの特別課題を設定し、H29年度は、例えば、超解像

顕微鏡の導入による再生等における細胞機能解析技術

の高度化、腸内細菌叢の解析法の標準化、生物資源か

らの発光細胞スクリーニング系を利用した有用化合物

の探索手法の確立等を実施する。 
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重点課題1．生体分子の構造機能解析と分子技術の高

度化 
 タンパク質等の生体高分子の結晶構造解析や高分解

能電子顕微鏡による高次構造解析を行い、対象分子の

構造と機能の相関関係を明らかにするとともに、臨床

薬のターゲットとなる膜タンパク質の迅速構造解析法

等の開発を行う。また、タンパク質、機能ペプチド設

計技術、改良技術の開発を行うとともに、これらを抗

体親和性タンパク質等に適用して、抗体医薬品開発に

おける生産工程および品質管理分析工程の高度化に貢

献する。さらには創薬候補化合物構造情報をベースと

した AI を活用したミドルスループット化学合成法の

開発、及び化合物と標的タンパク質の複合体の高次構

造解析を通じて、創薬研究に貢献する。 

 

重点課題2．生体恒常性機能を利用した疾患予防技術

の開発 

 生体リズムの変動や加齢に伴う生体分子の変化など

を個体・細胞・遺伝子レベルで解析し、これらの現象

を引き起こす生体分子メカニズムの解明を目指す。ま

た得られた解析成果を利用して生体機能の細胞・動物

レベルの評価系を開発し、これを制御する生理活性物

質を生物資源などから探索・同定するとともに、その

作用メカニズムを分子レベルで明らかにする。さらに、

様々な環境要因や遺伝的要因により引き起こされる疾

病、特に睡眠障害などの生体リズム障害および体内時

計に関連する精神疾患、高血圧、血栓症、がんなどの

生活習慣病をターゲットとして、健康状態をモニタリ

ングするためのバイオマーカー開発やこれら疾患の予

防や健康増進を目的とした天然物由来生理活性物質の

発見を目指す。 

 

重点課題3．疾患モデル動物の創出と疾患関連分子の

認識・計測による生体評価系の開発 

 老化、脳神経疾患や生活習慣病を初めとする種々の

疾患等のモデル細胞・モデル動物の作製を通して、各

疾患のバイオマーカーや原因因子を探索する。また、

健康や病気の生体や組織において、その機能を調節す

る核酸やタンパク質、細胞間シグナル伝達に働く種々

のシグナル分子などを解析し、これら生体分子による

細胞制御メカニズムの解明を目指す。さらには疾患に

おける標的分子を検出する核酸やペプチド分子の高機

能化技術、細胞の機能異常を捉える可視化技術開発を

行い、健康の増進や疾患の予防・診断・治療に貢献す

ることを目指す。 

 

重点課題4．生体分子等の計測解析技術開発と標準基

盤整備 

 微細加工技術、表面加工技術と言ったナノテク技術、

薄膜材料や自己組織化膜材料などの材料技術、バイオ

分野の技術を融合したバイオ診断計測解析技術やデバ

イス等の開発を行う。具体的には、生体分子と強く相

互作用し信号変換する分子認識材料や発光・蛍光分子

プローブの合成、及び一細胞毎の計測が可能なナノ針

アレイ等のデバイス技術の開発を行う。また、それら

要素技術を融合し、薬剤管理や代謝評価センサ、タン

パク質や遺伝子を高感度に認識できるバイオセンサや

マイクロ流路型デバイスなどの実現をめざす。併せて

遺伝子定量法、イメージング法や核酸標準品の開発を

行いバイオ計測の標準化に資するプラットフォームを

整備、特に ISO/TC276バイオテクノロジーの標準化や

腸内細菌叢解析の標準化に関して先導的な役割を担う。 

 また、産総研のミッションや仕組みを十分理解し、

産総研職員として自ら考え的確に行動できる職員の育

成を行うとともに、産総研のミッションである「若手

研究者のキャリアパス支援及び研究人材の交流推進」

を実施するため、当部門はミッション③自ら考え着実

に行動・実践・対話できる国際的視野に立った人材を

育成する。を実施する。 

 さらには、産総研職員の育成と共に、産総研イノベ

ーションスクール生、ポスドクや博士課程の学生、企

業等からの外部研究員などを受け入れ、研究現場にて

研究開発を行いながら人材育成を行う。併せて、イン

ド、タイ等のアジアの各国とバイオ研究分野における

国際連携を推進するため、当部門はミッション④アジ

アのバイオテクノロジーハブを目指した国際連携を推

進する。を実施する。アジアのバイオテクノロジーの

ハブ拠点として国際融合研究を推進、さらにはイメー

ジングなどのコア技術をベースとした国際ワークショ

ップを開催するなど国際的に活躍できる研究所内外の

人材を育成する。そこで、特別課題1を設定する。一

方、本研究部門の特色である先端イメージング技術を

国内外に大きく展開するため特別課題2を設定する。 

 

特別課題1．アジアのバイオテクノロジーハブを目指

した日印融合研究の推進 

 産総研・インド DBT 間共同研究契約をベースとし

て設立された DBT-AIST ジョイントラボ（DAILAB）

の運営を通じてアジア地域との広い連携を可能とする

集中研究機能、人材育成機能及び国内バイオ技術の普

及機能を持った研究ハブの強化・拡充を目標とする。

特に、本ジョイントラボでは AIST と DBT の健康・

医療分野における更なる研究協力の推進と人材育成を

含めた研究者交流を実施、目標としてはがんや老化を

ターゲットとした創薬スクリーニングと選択された候

補物質の細胞内イメージングを利用した作用機序の解

明を通じた創薬開発を目指す。また、タイ TISTR と

の共同研究をベースに産総研の発光細胞スクリーニン

グ系を用いて生物資源から有用化合物を探索する。 
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特別課題2．ナノイメージング・ソリューションズセ

ンター構想の推進 

 無染色細胞やナノ材料をナノスケールで観察するた

めの誘電率顕微鏡の開発及びコンサルタント業務を推

進する。超解像顕微鏡を用いた細胞内小器官のリアル

タイムの観察を行い、細胞の分化過程や再生過程等を

リアルタイムに観察する。また AI 技術と画像解析の

融合を目指した研究を推進、創薬開発のためのイメー

ジングプラットフォームの創成を目指す。さらにはク

ライオ電子顕微鏡をベースにタンパク質の構造解析を

行うプラットフォームを構築する。 

 

 当研究部門は、質の高い論文として研究成果を発信

することおよび開発技術の工業所有権（特許）の取得

を行うことで成果の普及を行っている。研究論文にお

いては国際的に評価の高い論文誌への投稿を重視し、

特許においてはその具体的技術移転を想定した戦略的

出願を重視している。また、企業等との共同研究を積

極的に行うと共に、産総研テクノブリッジフェア、技

術相談、学会・研究会などを通して成果の発信や普及

を進めている。最後に、第4期から当研究部門はつく

ば地域と関西地域の両拠点を持つことから、東西融

合・連携を進め、2つの拠点を持つ強みを生かす方向

でミッションを遂行する。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金： 

・戦略「日印融合を基幹としたバイオ研究の戦略的アジ

ア展開」 

・JAXA「「きぼう」利用高品質タンパク質結晶生成実験

に係る研究開発」 

 

外部資金： 

・国立大学法人東京工業大学 受託研究費「次世代人工

知能・ロボット中核技術開発」 

・国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機

構 受託研究費「日本発新規ゲノム編集技術の研究開

発」 

・国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構生

物系特定産業技術研究支援センター 受託研究費

「（1）農業のスマート化を実現する革新的な生産シス

テム②収量や成分を自在にコントロールできる太陽光

型植物工場」 

・国立研究開発法人日本医療研究開発機構 受託研究費

「自己ゲノム編集機構を利用した安全性の高いゲノム

デザイン技術の開発」 

・独立行政法人日本学術振興会 受託研究費「LED を光

らせ、測定して学ぼう・光技術！ 人間が色を視る仕

組み」 

・公益財団法人沖縄科学技術振興センター 受託研究費

「ウイルスワクチンを安心安全に生産するための先端

遺伝子工学技術の開発」 

・沖縄県 受託研究費「おきなわ型グリーンマテリアル

生産技術の開発（用途開発研究）」 

・国立大学法人琉球大学 受託研究費「抗カビ活性酵素

の安定性強化のための分子デザインおよび酵素機能解

析」 

・京都高度技術研究所 機関補助金「高発現表層タンパ

ク質を標的とした低コスト迅速分析を可能とする微生

物検査の革新」 

・国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構生

物系特定産業技術研究支援センター 受託研究費「食

シグナルの認知科学の新展開と脳を活性化する次世代

機能性食品開発へのグランドデザイン」 

・国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機

構 受託研究費「植物等の生物を用いた高機能品生産

技術の開発／植物の生産性制御に係る共通基盤技術開

発／ゲノム編集の国産技術基盤プラットフォームの確

立」 

・国立研究開発法人科学技術振興機構 イノベーション

拠点推進部 受託研究費「研究成果展開事業センタ

ー・オブ・イノベーション（COI）プログラム COI

拠点「フロンティア有機システムイノベーョン拠点」」 

・国立研究開発法人科学技術振興機構 受託研究費「シ

グナル撹乱複合体の電子顕微鏡解析」 

・農林水産省（農業・食品産業技術総合研究機構食品総

合研究所） 受託研究費「【モモコンソ】国産農産物の

輸出先における嗜好性の予測技術開発」 

・農林水産省（農業・食品産業技術総合研究機構食品総

合研究所） 受託研究費「【潜在的品質コンソ】国産農

産物の潜在的品質の評価技術の開発」 

・国立研究開発法人国立国際医療研究センター 受託研

究費「腸管免疫と肝免疫、プロバイオティクスによる

制御法の開発」 

・国立研究開発法人日本医療研究開発機構 次世代治

療・診断実現のための創薬基盤技術開発事業「miRNA

検出用基準物質の構築における定量評価技術の開発」 

・埼玉県 受託研究費「極微量物質の計測が可能なナノ

カーボン薄膜電極・計測機器の開発」 

・琉球大学医学部附属病院 受託研究費「慢性腎臓病重

症化予防のための多職種連携ビジュアルツールの開

発」 

・科研費 新学術領域研究（研究領域提案型）「スパース

モデリングによる電顕単粒子構造解析の迅速・高分解

能化」 

・科研費 基盤研究（B）「基本匂い要素の解明と受容体

安定発現細胞センサの開発に関する研究」 

・科研費 基盤研究（B）「覚醒度と快不快度を考慮した

サウンドデザインに関する研究」 

・科研費 基盤研究（B）「高分解能変動電位透過観察技

術の開発と液中生物試料の解析」 
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・科研費 基盤研究（B）「インターフェロン－βによる

小腸から全身への抗炎症機構」 

・科研費 基盤研究（C）「緊急時に対応可能な血中自己

抗体の簡易除去システムの創製」 

・科研費 基盤研究（B）「CRISPR-Cas エフェクター複

合体の構造機能解析」 

・科研費 挑戦的研究（萌芽）「骨格筋への糖取り込みを

リアルタイム観察可能な蛍光プローブの開発」 

・科研費 若手研究（A）「生細胞における超高解像度

DNA 多色イメージングによる分裂期染色体構造の解

明」 

・科研費 研究活動スタート支援「寄生原虫トリパノソ

ーマに対する創薬標的の探索」 

・科研費 基盤研究（C）「ゲノム解析と培養試験による

海洋のメタン酸化微生物群の共生機構の解明」 

・科研費 基盤研究（C）「色覚バリアフリー照明の高性

能化と試作に関する研究」 

・科研費 基盤研究（C）「光ナノ複合材料による健康阻

害ガスセンサに関する研究」 

・科研費 基盤研究（C）「金属依存性デアセチラーゼの

触媒反応メカニズムの解明と阻害剤の開発」 

・科研費 基盤研究（C）「セルフアセンブリスマートス

キン層を持つ生分解性ポリマーの研究」 

・科研費 基盤研究（C）「神経堤細胞の進化的起源」 

・科研費 基盤研究（C）「睡眠障害モデルマウスをプラ

ットフォームとした包括的ストレス疾患改善の基盤研

究」 

・科研費 基盤研究（C）「狭食・狩猟性アリ類の神経毒

の餌動物ナトリウムチャネルに対する適応変化の検

証」 

・科研費 基盤研究（C）「好塩、好アルカリ・ハロモナ

ス菌による有機酸生産に向けた極限菌との代謝解析」 

・科研費 基盤研究（C）「加齢に伴う睡眠障害性代謝異

常のメカニズムの解明と時間栄養学的予防・改善方法

の開発」 

・科研費 基盤研究（C）「セルロース繊維に蛋白質機能

を付与する基盤技術開発」 

・科研費 基盤研究（C）「ゲノム編集ニワトリを用いた

ヒト抗体医薬大量生産技術の開発」 

・科研費 基盤研究（C）「ダイニン・微小管・DNA 折

り紙複合体の構築による軸糸ダイニンの力発生機構の

研究」 

・科研費 挑戦的萌芽研究「脳内の標的に特異的かつ高

効率な非浸襲送達を可能にする新規高分子タンパク医

薬の創出」 

・科研費 挑戦的萌芽研究「音源付近の加圧により音声

明瞭度を向上させる現象の解明」 

・科研費 挑戦的萌芽研究「Toxin-antitoxin 分子基盤の

解明と核酸編集技術・細胞応答制御への応用」 

・科研費 挑戦的萌芽研究「神経の微細観察系を新たに

構築し、アンジェルマン症候群の病理解明を目指す研

究」 

・科研費 挑戦的萌芽研究「電子線励起の蛍光観察を水

中にて実現し、がん細胞や微生物の微細解析を目指す

研究」 

・科研費 挑戦的萌芽研究「核酸配列上での発光分子構

築反応の開発と遺伝子検出技術への応用」 

・科研費 挑戦的萌芽研究「シンプル且つ高機能な DNA

／RNA キメラ型核酸アプタマーの技術基盤の構築」 

・科研費 挑戦的萌芽研究「アミロイドβオリゴマーに

よる認知機能障害に対する習慣的な運動の効果の解

析」 

・科研費 挑戦的萌芽研究「抗体のミスフォールディン

グ情報を出力する交差反応性分子ライブラリの創製」 

・科研費 挑戦的萌芽研究「Multi-step 細胞融合による

複合遺伝子回路の構築工法」 

・科研費 挑戦的萌芽研究「細胞への遺伝子導入の順序

とタイミングの制御を可能にする遺伝子多重積層界面

の作製」 

・科研費 挑戦的萌芽研究「エマルジョンを利用したメ

タゲノミクスのための次世代型ゲノム再構築技術の開

発」 

・科研費 挑戦的萌芽研究「細胞が組織に占める位置情

報を保持したままエピゲノム情報を可視化する方法の

開発」 

・科研費 挑戦的萌芽研究「新規ストレスメディエータ

ー12-HETE のシグナル伝達メカニズムの解明」 

・科研費 若手研究（B）「シングルドメイン抗体に及ぼ

す異分子コンジュゲートの影響の検証」 

・科研費 若手研究（B）「ヒト翻訳制御因子の RNA に

よる活性化機構の構造基盤」 

・科研費 若手研究（B）「膜内化学反応と膜ダイナミク

スが協同した人工細胞システムの創製と機能創出」 

・科研費 若手研究（B）「マクロファージ機能のスイッ

チング作用を有するチタン製インプラントの創製」 

・科研費 基盤研究（B）「アミノレブリン酸の X－線増

感放射線療法の検証と遺伝子発現解析による作用機序

の解明」 

・科研費 若手研究（A）「集光レーザー摂動による神経

細胞ネットワークダイナミクスの解明」 

・科研費 国際共同研究加速基金「原核生物に特異的な

遺伝子発現調節機構の解明」 

・科研費 基盤研究（B）「レーザー誘起細胞内分子秩序

化による神経活動ダイナミクスの制御」 

・科研費 基盤研究（B）「単一細胞・ゲノムアレイによ

るエピゲノム解析」 

・科研費 基盤研究（B）「細胞骨格の構造と機能のメカ

ノセンシング」・科研費 基盤研究（B）「機能分子を

導入する細胞マイクロアレイ技術の創成」 

・科研費 若手研究（A）「細胞刺激応答の非破壊的モニ
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タリングを実現するクルードタンパク質メトリクス法

の創製」 

・科研費 新学術領域研究（研究領域提案型）「ウイルス

と宿主の感染・増殖・共生過程の誘電率顕微鏡による

構造組成解析」 

・科研費 新学術領域研究（研究領域提案型）「ダイニ

ン・微小管系の振動運動機構－運動中の姿を捉える電

子顕微鏡解析－」 

・科研費 基盤研究（C）「抗炎症作用を有する機能性タ

ンパク質フィルムの創製と炎症性疾患治療への応用」 

・科研費 基盤研究（C）「表面高機能化ナノ複合蛍光体

による生体影響ガスセンサに関する研究」 

・科研費  基盤研究（ C ）「新規神経栄養因子

BDNFpro-peptide の作用機序と脳疾患関連の研究」 

・科研費 若手研究（B）「癌転移能抑制に向けたヒトネ

スチン遺伝子高効率破壊ツールの開発」 

・科研費 若手研究（B）「split intein を利用した細胞

膜透過性ペプチドスクリーニング法の開発」 

・科研費 若手研究（B）「ユビキチンリガーゼによる

NASH 発症抑制機構の解明」 

・科研費 基盤研究（C）「ゲノムでの遺伝子出現機構の

パスウエイ解析」 

・科研費 若手研究（B）「小胞体ストレスを介した食事

性脂肪肝の発症メカニズム：新規脂肪酸センサー分子

の同定」 

・科研費 挑戦的研究（開拓）「細胞間生命情報伝達を担

う新規膜小胞の生物物理化学特性の解明」 

・科研費 挑戦的研究（萌芽）「疾患発症・進行予測に向

けた有機薄膜 FET によるヒストン化学修飾解析」 

・科研費 新学術領域研究（研究領域提案型）「革新的イ

メージング技術とがんモデルメダカを駆使したがん転

移研究」 

・科研費 新学術領域研究（研究領域提案型）「光圧を識

る：光圧の理論と計測・観測技術開発による基礎の確

立」 

・科研費 新学術領域研究（研究領域提案型）「細胞機能

を司るオルガネラ・ゾーンの解読」 

・科研費 新学術領域研究（研究領域提案型）「小胞体膜

連携ゾーンを介した脂質輸送」 

・科研費 基盤研究（S）「組織幹細胞におけるゲノム安

定性の制御」 

・科研費 基盤研究（A）「Bull’s eye パターン化プラ

ズモニックチップによる神経細胞ネットワーク解析」 

・科研費 基盤研究（A）「新規光受容タンパク質による

鞭毛繊毛機能の光制御」 

・科研費 基盤研究（B）「藍藻産生毒素分解菌の分子育

種株を用いた新規水環境修復技術の開発」 

・科研費 基盤研究（B）「イネにおけるセロトニン蓄積

の抑制機構の解明：アブラムシによる抵抗性の抑制と

利用」 

・科研費 基盤研究（B）「新規情報伝達因子エクソソー

ムによる変形性関節症治療と診断への展開とその機能

解析」 

・科研費 基盤研究（B）「被損傷前十字靭帯被覆下にお

ける移植腱再構築過程促進の分子機序の統合的解明」 

・科研費 基盤研究（B）「畜産環境における耐性菌出現

防止のための抗生物質の磁気分離」 

・科研費 基盤研究（B）「筋線維芽細胞と血管内皮前駆

細胞の創傷治癒作用に着目した難治性顎骨壊死の治療

法開発」 

・科研費 基盤研究（B）「共スパッタ法と電析法による

糖類分析用半コアシェルナノ粒子埋め込み炭素電極の

開発」 

・科研費 基盤研究（C）「プロテアーゼ巨大分子複合体

とウイルス様膜小胞による細菌の新規細胞機能の確立

と応用」 

・科研費 基盤研究（C）「現代の生活習慣が引き起こす

血栓症を予防する新規食品機能成分の探索と応用」 

・文部科学省 科学技術人材育成費補助金「科学技術人

材育成のコンソーシアムの構築事業（未来価値創造実

践人材育成コンソーシアム）」 

・文部科学省 科学技術人材育成費補助金「卓越研究員

事業」 

・経済産業省 平成29年度戦略的基盤技術高度化支援事

業（機関補助金）「クライオ電子顕微鏡を用いたタンパ

ク単粒子解析法のための定膜厚試料自動作製装置の開

発」 

 

発 表：誌上発表175件、口頭発表355件、その他43件 

--------------------------------------------------------------------------- 

分子細胞育種研究グループ 

（Molecular and Cellular Breeding Research Group） 

研究グループ長：本田 真也 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 細胞や生体分子が有する高度な機能の広範な産業利

用を促すため、これらを合目的的に改良する新たな基

盤技術（分子細胞育種技術）の研究開発を行う。その

遂行においては、細胞や生体分子が高い機能を実現す

る合理的な機械であるという側面とそれらが長久の進

化の所産であるという側面を合わせて深く理解するこ

とを重視し、そこに見出される物理的必然性と歴史的

偶然性を有機的に統合的することで、新たな「育種」

技術の開拓を図ることを基本とする。また、技術開発

課題の立案においては、内外のライフサイエンス／バ

イオテクノロジー分野における技術ニーズを把握し、

現実的な社会還元が期待される適切な対象と方法論を

選択することに努める。平成29年度は主に、バイオ医

薬品の品質管理を志向した分析技術開発、出芽酵母の

接合を利用した合成生物学技術開発、微細藻類が産生
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する多糖類の利用技術開発を進めた。 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目2、テーマ題目3 

 

蛋白質デザイン研究グループ 

（Protein Design Research Group） 

研究グループ長：広田 潔憲 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 欲しい機能を有するタンパク質をデザインし有用な

タンパク質を創製することを目指して、酵素の効率的

な機能改変を行う技術の開発や、アフィニティ・リガ

ンドタンパク質の開発、医療応用を目指したタンパク

質の改変、等に取り組んでいる。具体的には、新機能

芳香族化合物の産生における変異タンパク質の利用を

はかるべく、個々の変異効果について曖昧な加算性を

仮定したタンパク質デザイン法（準加算性歩行法）の

開発を行っている。また、抗体医薬品製造プロセスの

プラットホーム技術の高度化を目指して、低分子化抗

体医薬品精製用のアフィニティ・リガンドタンパク質

の開発を進めている。医療応用を目指したタンパク質

の改変においては、例えば、白血球減少症の治療等に

用いられる顆粒球コロニー刺激因子（G-CSF）は、血

中安定性の低さが課題となっているので、血中安定性

の向上を目指して、ポリペプチド鎖の末端をペプチド

結合で連結（主鎖環状化）させた環状化改変体の研究

開発を進めている。また、Fas リガンドは、疾病の発

症原因となる異常細胞のアポトーシス誘導に直接関与

する重要なタンパク質なので、その細胞外ドメインを

標的として、治療薬や診断用ツールの創製を目指した

研究開発を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目4、テーマ題目5 

 

構造生理研究グループ 

（Structure Physiology Research Group） 

研究グループ長：佐藤 主税 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 我々は、生物内の微細な構造の決定に基づいた、生

理機構の解明からの研究展開と応用に主眼を置いてい

る。一般に生物の体は、組織から細胞・分子・原子に

至る様々な階層で構造を形成し、それらの間での相互

作用を積み重ねることにより成立している。本グルー

プでは、主に組織、細胞、微生物を対象に、様々な顕

微鏡技術・生化学技術等を駆使して、分子・細胞・複

合体レベルで研究展開している。光学顕微鏡で細胞を

観察する際、分解能は光の波長から大きく飛躍するこ

とは容易ではない。しかし、電子顕微鏡は電子線を十

分に照射できるサンプルであれば0.2 nm にも達する

高い分解能を得ることができる。しかし、タンパク質

は電子線にあまり強くなく、照射線量が限られ微かに

薄い像としてしか写らない。薄い像でも膨大な数の電

顕像を組み合わせれば、高分解能の3次元構造を計算

できる。我々は、この単粒子解析技術を、情報学を駆

使して開発し、神経のシグナル機構、細胞内輸送、抗

がん剤に関係する様々な膜タンパク質・複合体・さら

には糖鎖の構造を解析している。さらに、生体組織・

分泌腺・細胞内の微細構造を、水中において光顕微鏡

よりも高い分解能で観察するために、超薄膜越しに液

中の細胞を直接 SEM で見る方法、電子線走査後の

様々なチャージを利用した新顕微鏡法・光電子相関顕

微鏡法などを開発した。また、赤外光を利用した新顕

微鏡開発も行った。分子動力学法を複数の方法により

開発し、免疫機構と癌の転移も様々な方法を駆使して

研究した。これら研究を相互に組み合わせながら、生

物の構造機能相関と研究応用を幅広く研究しており、

将来的に疾病の予防や新治療法への応用を目指してい

る。 

研究テーマ：テーマ題目6、テーマ題目7 

 

先端ゲノムデザイン研究グループ 

（Advanced Genome Design Research Group） 

研究グループ長：大石 勲 

（関西センター） 

概 要： 

 先端ゲノムデザイン研究グループでは、ゲノムデザ

インの理解とその利用に向けた研究を行っている。微

生物を用いた研究では、細菌細胞を用いた自己ゲノム

編集機構の解明研究やこの知見に基づく新たなゲノム

編集技術の開発研究を行っている。また、メタン共生

細菌群のゲノム解析とこれに基づく共生機構の解明に

取り組んでいる。更に、ハロモナス菌を用いた有機酸

合成に役立てることを目的とし、ハロモナス菌と好塩

菌等の代謝物の分析と比較研究などを行った。多細胞

生物を用いた研究では、ニワトリ個体をゲノム編集し、

ヒト抗体（バイオ医薬品）を鶏卵内に分泌させる技術

を開発している。またメダカ個体のゲノムを改変し、

これを利用したがん細胞の転移機構の可視化技術等の

開発を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目8 

 

生体分子創製研究グループ 

（Biomolecule Design Research Group） 

研究グループ長：上垣 浩一 

（関西センター） 

概 要：  

 創薬基盤・医療基盤技術開発を推進するために、タ

ンパク質その他高分子を創製するという観点から、酵

素や疾患マーカータンパク質の作用機序と立体構造お

よびそれらの相関の解明、生物発光システムの多様性

に着目した高効率自己励起蛍光タンパク質 BAF の開
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発および融合タンパク質のデザインによる新規分子の

創製、生体適合性・生体模倣材料の開発、脳疾患をタ

ーゲットとした創薬支援やモデル系の構築を行う。そ

のために、タンパク質の X 線結晶構造解析および溶液

解析、糖質吸着ドメインの利用、生分解性を有する高

分子の利用、成長因子の作用機序と分子群の相互作用

解析という手法を用いる。このように当グループでは、

人工タンパク質や高分子材料など多彩な研究材料を用

いた研究から、創薬基盤・医療基盤技術開発を目指し

ている。 

研究テーマ：テーマ題目9 

 

生物時計研究グループ 

（Biological Clock Research Group） 

研究グループ長：大石 勝隆 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 健康長寿社会の実現を目指し、睡眠障害やうつ病、

ストレス性腸炎などの脳神経関連疾患や、メタボリッ

クシンドロームをはじめとした高血圧、肥満、糖尿病、

肝炎などの生活習慣病、ロコモティブシンドロームを

はじめとした加齢に伴う身体機能の低下等の発症メカ

ニズムの解明に向けた研究を行うと同時に、これらの

疾患の未病状態を検出するための診断技術の開発を行

う。また、上記疾患の発症を予防するために、食の機

能性を評価・利用し、宿主免疫機能を積極的に利用し

た先進的な疾患予防技術の開発を行う。具体的には、

体内時計に関連する睡眠障害や生活習慣病、ロコモテ

ィブシンドロームなどの予防・改善を目指した時間栄

養学研究や時間運動学的研究、日常における健康状態

の迅速・簡便なモニタリングを可能とし、疾患を早期

に予測・診断するための技術開発、高血圧の改善に役

立つ食品成分を中心とした機能性を発揮する因子の解

析と活性な天然化合物等の探索及びその利用法の開発、

腸管から全身への免疫活性化メカニズムの解明と、個

人の変化に即した機能性成分の開発 （食品免疫効果）、

自然免疫・経口免疫寛容・脳腸相関を増強する粘膜ア

ジュバントの開発と、それらを「臨床面における免疫

修飾創薬」に活用する研究を行う。 

研究テーマ：テーマ題目10 

 

健康維持機能物質開発研究グループ 

（ Physiologically Active Substances  Research 

Group） 

研究グループ長：宮崎 歴 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 健康維持機能物質開発研究グループではこころとか

らだの健康維持のための予防および軽度な疾病段階で

の改善に寄与するツール開発を目的として研究を進め

ている。国内外の天然資源より様々な天然化合物を抽

出、単離精製して構造決定するとともに、その天然化

合物の有する生理活性をバイオアッセイで検出してい

る。今年度は特にタイ国からの天然資源を「生物多様

性条約」に従い、素材として加えることを開始した。

また、その生理活性を引き起こす分子メカニズムにア

プローチして解析をすすめ、健康維持機能物質として

エビデンスのあるバイオプロダクトへの開発の橋渡し

研究を行っている。また、新たな生理活性スクリーニ

ング法の開発やそのための基盤技術となる発光酵素の

機能解析・新規蛍光プローブの作成を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目11 

 

次世代メディカルデバイス研究グループ 

（Advanced Medical Device Research Group） 

研究グループ長：永井 秀典 

（関西センター） 

概 要： 

 健康状態の可視化を目指し、次世代メディカルデバ

イス研究グループでは、様々な環境に対して生命が対

応する中で表れるシグナルとしてのバイオマーカーの

研究とその計測技術の開発を行う。生命機能は複数の

パスウェイやフィードバックが働く複雑なものであり、

その機構の根源的理解に基づく工学的研究を展開する

ためには、分子、細胞、個体レベルの実験を進めると

ともに、変化として表れるバイオマーカーを計測評価

し、さらにはこれを利用する技術を開発する必要があ

る。当該グループには、ライフサイエンス実験技術及

び材料、機器開発技術についての高度な技術蓄積があ

り、これらの強みを複合的に組み合わせ、バイオマー

カー計測についての本格研究を展開する。さらに、そ

の研究成果により健康な生活の実現に寄与する新たな

ヘルスケア産業創出に貢献することを目標とする。 

研究テーマ：テーマ題目12、テーマ題目13 

 

脳遺伝子研究グループ 

（Molecular Neurobiology Research Group） 

研究グループ長：戸井 基道 

（つくば中央第6） 

概 要：  

 超高齢社会に伴い増加の一途をたどる神経・精神疾

患において、その発症予測や治療、機能回復に関わる

技術に対しての社会的要請が強まりつつある。しかし

ながら、神経細胞の分化・維持機構、脳におけるネッ

トワーク形成やその可塑的変化を分子レベルで計測し、

その詳細を理解することは依然として十分ではなく、

そのことが疾患発症の予測や、有効な創薬開発が進ま

ない原因の一つとなっている。そこで当研究グループ

では、主にモデル動物を用いた遺伝子解析と光学的イ

メージング解析に基づいて、神経細胞の維持・再生・
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移植技術に関する基礎技術の提供を研究目標とする。

特に、モデル動物を用いた遺伝子操作や培養細胞への

遺伝子導入手法により、神経細胞の基本特性の制御に

関与するキー遺伝子の機能や神経疾患に関連した遺伝

子産物機能、さらには脳内神経ネットワークの形成・

維持制御機構を解明する。そのために、新規の神経疾

患モデル細胞・モデル動物の作製や疾患に関与するキ

ータンパク質群の生体内での動態解析技術、疾患変異

型モデル生物を用いた新規のスクリーニング技術の開

発を行っている。並行して、これらの解析に必須であ

る、新たな顕微鏡システムや観察基盤技術の開発も進

めている。これらの解析により、in vitro での分子動

態レベルから個体レベルでの生体現象の可視化を可能

にし、生体脳内や神経細胞内のイベントを詳細かつ鮮

明に解析しながら、個々の疾患状態の把握や治療効率

の向上に繋げる新たな知見を創出する。 

研究テーマ：テーマ題目14 

 

脳機能調節因子研究グループ 

（Molecular Neurophysiology Research Group） 

研究グループ長：波平 昌一 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 生物の細胞間・細胞内の情報伝達、また、ゲノム

DNA からの遺伝情報の読み取りは、生体分子の相互

作用により制御されている。これら生体分子が本来持

っている機能を解析しそれを利用した技術開発・機器

開発などを遂行している。具体的には、生理活性ペプ

チド、タンパク質、核酸などが結合する標的分子の認

識機構を主に分子生物学的手法により解析し、分子間

相互作用機構を利用し、中枢神経系疾患の創薬に資す

る技術開発、機器開発などを行う。また、ゲノム DNA

やクロマチン構成因子を修飾するエピジェネティクス

制御タンパク質についても、その神経系細胞における

機能解析を行い、標的領域制御機構を解明する。さら

に、それらのエピジェネティクス制御タンパク質の機

能を利用し、新規神経疾患モデル動物やモデル細胞を

開発する。 

研究テーマ：テーマ題目15 

 

分子複合医薬研究グループ 

（Molecular Composite Medicine Research Group） 

研究グループ長：宮岸 真 

（つくば中央第6） 

概 要：  

 分子複合医薬研究グループでは、多様な機能分子と

様々な技術要素を複合的に組み合わせた医薬技術の開

発、および、健康な社会の実現を目指し、タンパク質

構造から、細胞・個体レベルに及ぶ、多面的なテーマ

に取り組んでいる。ポスト抗体医薬として注目されて

いる核酸医薬に関しては、次世代アプタマーを用いた

検出法、核酸デリバリー法の開発、アンチセンス等の

核酸医薬品の開発を行っている。構造生物学的アプロ

ーチとしては、疾患関連因子等を対象とし、X 線結晶

構造解析法により、分子認識機構を解明すると共に、

その情報に基づいたリサーチツール開発・創薬開発を

行った。細胞外膜小胞の研究では、ナノスケールでの

分子機構をイメージングできるような電子顕微鏡要素

技術の開発を進めると共に、今年新たにクライオ電顕

法技術の構築を行った。個体レベルの研究としては、

Addicsin の生理機能の解明を目的に、てんかんや損傷

治癒との関連を調べ、医療技術や医薬品の開発へと展

開している。また、次世代がん治療薬として、X 線増

感剤の開発を進め、臨床研究に向けた取り組みを進め

ている。 

研究テーマ：テーマ題目16、テーマ題目17 

 

構造創薬研究グループ 

（Structure-Based Drug Discovery Research Group） 

研究グループ長：本田 真也 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 医薬品の創薬に資する基盤技術開発および実用技術

開発を行う。その実施においては、標的の構造、候補

分子の構造、複合体の構造、構造作用機序等の情報を

活用した構造化学的医薬品開発（構造創薬）を基本の

アプローチとする。また、これらに関連した萌芽的研

究および目的基礎研究にも積極的に取り組む。技術開

発課題の立案においては、医療診断分野における技術

ニーズを把握し、現実的な社会還元が期待される適切

な対象と方法論を選択することに努める。平成29年度

は主に、がんのマーカーとなるコアフコースに特異性

を示すレクチンの立体構造と糖認識機構の NMR によ

る解析、シャーガス病治療薬開発の標的分子の感染ス

テージ別探索技術の構築、細胞へのタンパク質デリバ

リー法の開発、ヒット化合物の取得と化合物最適化設

計技術の開発を進めた。 

研究テーマ：テーマ題目18、テーマ題目19 

 

細胞分子研究グループ 

（Functional Biomolecular Research Group） 

研究グループ長：清末 和之 

（関西センター） 

概 要：  

 生体システム及び構成する分子の機能を、基本的動

作原理から理解し、その利用と活用への道を形成する

ことによって、第4期中期目標である「創薬基盤研究

を推進する」に資する研究・開発を推進する。創薬基

盤として、疾患における生体システムの理解、理解か

ら利用の技術開発が必要である。そのため、疾患モデ
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ル動物の創出により、重要な分子群及びネットワーク

の同定を行う。生体システムの理解から応用の観点で、

嗅覚システムによる癌の検出法の開発を、一方、素材

としての生体分子の利活用の点で、構造解析から機能

改変を行い、高機能高付加価値分子の創造を試みる。

また、細胞の活用の点で、再生医療に利用可能な細胞

操作技術を開発する。 

研究テーマ：テーマ題目20 

 

先進バイオ計測研究グループ 

（Advanced Biomeasurements Research Group） 

研究グループ長：近江谷 克裕 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 核酸、タンパク質や細胞などの生体由来物質の計測

（バイオ計測：biomeasurement）は、バイオメディ

カル分野の研究において欠くことのできない分析項目

であると共に、バイオテクノロジー産業・メディカル

分野の基盤である。また、その技術の発展は、生命現

象をよりありのままに観察することや、バイオテクノ

ロジー関連分野の進歩を促進する。先進バイオ計測研

究グループは、バイオ計測の科学や先進的なバイオ計

測技術開発とその基盤整備に軸足を置きながら、関連

する基礎および応用研究を実施した。特に、主に次世

代 DNA シークエンシング技術を利用したマルチプレ

ックス計測や蛍光イメージング技術を中心に、ヒト遺

伝子定量技術、マイクロバイオームなど複合微生物生

態系評価技術や細胞活性評価技術などの先進バイオ計

測技術開発（実験技術およびバイオインフォマティク

ス）を実施した。また、主に次世代 DNA シークエン

シング技術を利用したマルチプレックス計測等先進バ

イオ計測の精度、バイアスの評価、およびそれらの精

度管理方法を開発し、そのために必要な標準物質の開

発も行った。さらに、開発した先進バイオ計測技術を

利用し、細胞学や微生物学において重要な基礎研究課

題に対しその解明に取り組んだ。 

研究テーマ：テーマ題目21、テーマ題目22 

 

バイオアナリティカル研究グループ 

（Bioanalytical Research Group） 

研究グループ長：野田 尚宏 

（つくば中央第6） 

概 要： 

（1）国内・国際的連携体制構築を通したバイオテク

ノロジーの標準化推進 

 幅広い社会経済活動の中でバイオテクノロジー

に関する標準化活動の重要性は理解されているも

のの、その基盤整備は未熟である。医療診断で活

用される遺伝子関連検査や排水処理プロセスなど

の環境微生物の群集解析など、バイオテクノロジ

ーが社会で広く利用される昨今ではその標準化の

推進が重要である。そのような現状を鑑み、バイ

オテクノロジーの利用に資する計測技術の妥当性

保証、データの品質管理に関する標準化およびそ

れに貢献する標準物質の作製・評価技術を行った。

具体的には次世代シークエンサーのデータ品質保

証に関する標準化、その用途のために開発した核

酸標準物質の普及促進のために、様々な業界団体

と連携体制を構築しそれを強化した。また、

ISO/TC276バイオテクノロジーにエキスパートと

して参加し、バイオ関連分析技術の標準化を推進

した。 

（2）生体分子解析技術の開発と応用 

 w/o エマルションやリポソームの技術を応用し

たナノ反応場を構築し、核酸、タンパク質、細胞

等を解析する技術の開発を行った。w/o エマルショ

ンのドロップレットやリポソーム内の蛍光シグナ

ル解析技術などを用いて、新たな高感度生体分子

解析技術の開発を行った。さらに、開発した技術

に関して、創薬基盤技術や生命現象の理解のため

の応用方策を検討した。 

研究テーマ：テーマ題目23、テーマ題目24 

 

ナノバイオデバイス研究グループ 

（Nano-biodevice Research Group） 

研究グループ長：栗田 僚二 

（つくば中央第6） 

概 要：  

 「創薬基盤技術の開発」や「医療基盤・ヘルスケア

技術の開発」を達成するには、既存の分析手法では成

し得なかった新規生体分子計測法の開発が必須である。

これまで不可能とされてきた時空間分解能で、タンパ

ク質や核酸を精緻に検出することにより、新規創薬基

盤ツールや高度医療診断を可能にしていく。主たる研

究戦略として、ナノ材料とバイオ分析を融合させた独

創的な生体分子計測技術にかかる目的基礎研究を行い、

さらにそれらのデバイス開発、実試料計測までを一貫

して行うことを目標とする。従来、大型分析装置でし

か成し得なかった精緻なバイオ分析を、材料科学、表

面科学、微細加工技術、多変量解析技術など多彩なア

プローチを駆使することで生体および有機分子機能の

高度化を進め、様々な生体分子計測を実現する。エピ

ゲノム変化や細胞分化等の生命現象、医薬、毒素等の

創薬基盤技術に有用な分子を簡便かつ迅速に計測可能

にすることで、医療、創薬、生命科学の発展に資する

ことを目的とする。 

研究テーマ：テーマ題目25 

 

セルメカニクス研究グループ 

（Cell Mechanics Research Group） 
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研究グループ長：中村 史 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 本研究グループは、生物の有する機械的な運動機能、

関連する生体分子の構造と機能を明らかにする、ある

いはそのための装置・技術の開発を行う。明らかにし

た生物の情報、開発された技術により、学術研究、医

療、創薬、診断技術等に貢献することを目指す。近年、

がん細胞の転移に骨格タンパク質が深く関わることや、

血中でがん細胞がクラスターを形成することなどが明

らかになりつつあり、病理診断において、細胞の機械

的特徴・挙動が重要なマーカーになり得ると期待され

ている。これら細胞の骨格、運動、接着等、生物の機

械的因子に関連する新規機能を解明することで、医療

応用における基盤情報の確立に貢献する。そのために

細胞の構造と機能を理解し、解析・操作・分離を行う

新しい技術を開発する。これらの研究は、バイオイン

フォマティクス、ナノテクノロジーなどの分野融合に

よって生み出される全く新しい生体分子工学、細胞工

学の技術体系の構築とこれを利用した産業の創出に資

するものである。 

研究テーマ：テーマ題目26、テーマ題目27 

 

細胞マイクロシステム研究グループ 

（Cell Microsystem Research Group） 

研究グループ長：藤田 聡史 

（関西センター） 

概 要： 

 細胞マイクロシステム研究グループでは、バイオマ

イクロデバイス・細胞マイクロアレイ・細胞センシン

グ・細胞分子操作技術・各種顕微鏡技術・免疫制御技

術など、細胞組織の機能評価や制御を行う技術開発に

多面的に取り組んでいる。これらの技術を用いて生体

組織の包括的な理解を進めると共に、これらの技術を

応用した DDS の開発、創薬や予防医療支援ツール、

免疫制御による新規治療法など、有用なプラットフォ

ームの整備を進め、産業界への橋渡しを行っていく。 

 本年度は（1）DDS 用リポソームや生分解性ポリマ

ー、（2）これらを基板に実装した細胞マイクロチップ

や組織チップ、（3）集光レーザー技術の開発に取組み、

細胞免疫制御、細胞機能評価、ゲノム編集、細胞内分

子制御などへの応用展開を進めた。また、（4）SEM、

TEM、顕微ラマン等の顕微鏡技術を応用し、リポソー

ムや細胞機能を評価する技術の開発を進めた。 

研究テーマ：テーマ題目28 

 

細胞・生体医工学研究グループ 

（ Medical and Biological Engineering Research 

Group） 

研究グループ長：七里 元督 

（関西センター） 

概 要：  

 細胞から個体レベルのヒトを対象とした医工学研究

として以下の基礎研究と応用研究に取り組んでいる。 

1）生活習慣病をはじめとした各種疾患の早期診断に

有用なバイオマーカーの探索 

 特に、脂質酸化物の有用性検証、抗酸化物質の治療

への応用に関する研究を進めている。 

2）細胞の機能を決定する遺伝子動態を可視化・測定

する技術の開発 

 遺伝子の動態の詳細な解析を医療や細胞工学技術へ

の展開を試みている。安全な再生医療の実現を目指し

て、種々の基盤技術の開発に取り組んでいる。 

3）蛋白質工学に基づいたアルパカ由来抗体の開発を

行い、バイオマーカー計測や抗体医薬品へ応用して

いく。 

4）脳機能に立脚した聴覚および色覚のメカニズムの

解明と、音質、色覚の心理・生理評価に関する技術

開発を行っている。非侵襲計測技術を駆使した聴

覚・色覚認知メカニズムの高精度な理解に基づき、

色覚の補償技術やヒトにとって快適な居住空間の設

計技術等へ応用している。 

5）上記にて測定されたデータ等を元に分子の動態や

ヒト等の生物群集の動態をコンピュータ解析するこ

とで、生命現象を予想し、新たな問題解決手法とし

て産業展開を図っている。 

研究テーマ：テーマ題目29、テーマ題目30 

--------------------------------------------------------------------------- 

［テーマ題目1］タンパク質の分子育種技術の開発 

［研究代表者］本田 真也（分子細胞育種研究グループ） 

［研究担当者］本田 真也、小田原 孝行、渡邊 秀樹、

宮房 孝光、千賀 由佳子、石川 一彦 

（常勤職員6名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

タンパク質が有する高度な機能の広範な産業利用を促

すため、構造情報を基盤とする論理的分子デザイン法と

ファージディスプレイ等の進化分子工学法の有機的活用

による新規の標的親和性人工タンパク質創製技術の研究

開発を行う。また、上記に基づくバイオ医薬品の創薬基

盤および製造管理基盤技術の研究開発を行う。 

バイオ医薬品の高度品質管理を指向した分析技術開発

として、抗体医薬品の高次構造変性を認識する人工タン

パク質の新規作出を進めた。当研究グループでは、これ

まで、抗体 IgG の Fc 領域の高次構造変性を認識する分

析プローブとして、人工タンパク質 AF.2A1を取得して

いる。これら分析プローブの拡充を目指し、抗体 IgG の

Fab 領域の高次構造変性を認識する人工タンパク質の作

製を試みた。人工タンパク質ライブラリを提示した T7

ファージディスプレイ法により、人工タンパク質 AF.ab9

を作出し、AF.ab9が、Fab 領域の天然型/非天然型立体
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構造を厳密に識別することを明らかにした。 

抗体医薬品の製造工程中に生じた抗体凝集体は、経時

的に成長して免疫原性の原因になると懸念されており、

評価技術のみならず除去技術の開発が求められている。

そこで平成29年度は、抗体の非天然型立体構造を認識す

る AF.2A1を活用した凝集体除去技術の開発を進めた。

磁気ビーズに結合させた AF.2A1を使用して凝集体除去

を行ったところ、既存の0.22 m フィルターでは残留す

る凝集体も除去することに成功した。また、抗体の種類

やストレスによらず生じた凝集体を網羅的に除去できる

こと、凝集体に加えて単量体非天然型抗体の除去が可能

であることを明らかにした。以上の結果より、本技術は

抗体医薬品の安定保管のための有望なツールとなりうる

ことが示された。 

抗体医薬品の凝集化反応メカニズム解明に向けて、平

成29年度は、非天然型立体構造抗体が会合体を形成する

過程において、共存する天然型立体構造抗体にどのよう

に関与するかを解析した。非天然型立体構造抗体の凝集

体形成は中性 pH で連続的に展開する。その凝集体が、

天然型立体構造の単量体を組み込み、アミロイド原繊維

に見られるように凝集体の成長を触媒的に加速するか否

かは未解明であった。そこで、pH シフトストレスによ

って誘導した非天然型立体構造抗体凝集体形成反応系に、

非天然型立体構造抗体および天然型立体構造抗体のいず

れかを蛍光分子でラベル化した試料を混和し、蛍光を発

する分子の拡散係数を精密決定することで、粒子サイズ

の時間依存性を蛍光相互相関分光法で評価した。また、

同様の系を動的光散乱法でも測定し、蛍光分子を含むす

べての試料の凝集体形成も併せてモニタリングした。そ

れらの結果から、天然型立体構造抗体の単量体の拡散速

度は凝集体の形成に関与しないことを証明した。この成

果に基づいて、酸性から中性に pH シフトによって誘発

された抗体のリフォールディングおよび凝集反応におけ

る二分岐経路モデルを提案した。このモデルでは、リフ

ォールディングされた抗体単量体は、それらが自発的に

アンフォールドするまでは、凝集体に取り込まれず系内

に生き残ることになる。以上の成果は、今後の凝集体発

生予測技術のための理論構築に有用である。 

超耐熱性酵素群の立体構造情報を基に解明した酵素耐

熱化ルールを用いて、既存の医薬品合成酵素および疾病

検査用抗体をタンパク質工学的手法により論理的耐熱

化・安定化改良を行った。その結果、目的酵素および抗

体の活性を低下させることなく、熱安定性および最適温

度を10 ℃以上向上させることに成功した。特許出願（3

件）およびノウハウ登録（1件）に至った。さらに、上

記成果を解析することで新たな酵素耐熱化ルールの解明

にも成功した。 

タンパク質は生体反応の触媒として働くだけでなく、

会合することで機能を持つことができる例が知られてい

る。タンパク質会合における塩の役割と効果を明らかに

するために、細胞内に近い環境を作り出す目的でポリエ

チレングリコールと70種類の塩が個別に添加された水

溶液中で、幾つかのタンパク質について会合の程度を調

べた。添加された塩から解離したイオンの表面電荷密度

が高くなるとともに、イオンによるタンパク質間の短距

離立体斥力と疎水性相互作用がともに強くなり、タンパ

ク質間相互作用はこれら2種類の斥力効果と引力効果の

兼ね合いによって決まることを明らかにした。タンパク

質の会合を疎水性相互作用と水溶媒の表面張力によって

説明しようとする試みが数多くなされてきたが、それだ

けではタンパク質の塩析は説明できなかった。しかし、

イオンの性質に依存する短距離立体斥力を考慮すること

で、タンパク質会合への塩の効果が明らかとなった。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］タンパク質、立体構造、バイオ医薬品、

抗体医薬品、凝集、酵素安定化、生物物

理化学、結晶化理論 

 

［テーマ題目2］微生物の細胞育種技術の開発 

［研究代表者］福田 展雄（分子細胞育種研究グループ） 

［研究担当者］福田 展雄（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

微生物が有する高度な機能の広範な産業利用を促すた

め、酵母の接合型変換および接合応答制御技術を確立し、

交配育種への応用を目指す。また、酵母のシグナル伝達

経路をヒト受容体の機能解析へと利用するための基盤技

術を開発し、創薬候補物質の探索での活用を図る。 

平成29年度は、出芽酵母をベクターとして遺伝子パー

ツを統合し、細胞内に遺伝子回路を構築する技術を確立

した。緑色および赤色蛍光タンパク質を発現する酵母株

と、人工転写因子を発現する酵母株を接合させることで、

培地中の糖成分の種類に応じて蛍光発現特性が変化する

酵母細胞を創製した。各培地を用いた場合の酵母細胞の

蛍光強度を測定することにより、迅速な遺伝子パーツの

統合ならびに動作確認が可能であることを実証すること

に成功した。本研究で確立した技術は、一般的な実験室

酵母に適用が可能であることから、酵母細胞を宿主とし

た合成生物学研究の推進に大きく貢献するものと期待で

きる。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］酵母、接合、遺伝子パーツ 

 

［テーマ題目3］微細藻類育種技術のための多糖類利用技

術の開発 

［研究代表者］芝上 基成（分子細胞育種研究グループ） 

［研究担当者］芝上 基成（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

微細藻類が有する物質産生機能の広範な産業利用を促

すため、高付加価値物質産生機能の改良とこれらの物質

利用技術の開発を図る必要がある。本課題では数ある藻
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類由来物質の中で特に多糖類に関する利用技術を確立し、

その出口を明確にすることで微細藻類の産業利用を促進

することを目的とする。具体的にはユーグレナが産生す

る多糖（パラミロン）に着目した。パラミロンの高生産

性と高純度は工業原料として好適であり、種々の材料素

材としての活用が可能である。平成29年度は一定量のカ

チオン基をパラミロンに導入することにより、溶媒分散

性に優れた結晶性ナノファイバーを構築することを確認

した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］微細藻類、ナノファイバー 

 

［テーマ題目4］蛋白質デザインに関する研究  

［研究代表者］広田 潔憲（蛋白質デザイン研究グルー

プ）  

［研究担当者］広田 潔憲、末森 明夫、竹縄 辰行 

（常勤職員3名）  

［研 究 内 容］ 

 欲しい機能を有するタンパク質をデザインし有用なタ

ンパク質を創製できるようにするための研究開発を行っ

ている。 

 一つには、新機能芳香族化合物の産生における変異タ

ンパク質の利用をはかるべく、既存フラビンタンパク質

系芳香族化合物一水酸化酵素群（ flavin containing 

aromatic compound monooxygenases: FAMOs）の効率

的な機能改変をおこなう新技術（準加算性歩行法）の開

発をめざしている。具体的には FAMOs の系統学的解析

および Rational design に基づく逆進化的探索により、

Mesorhizobium loti MAFF303099 株 由 来

2-methyl-3-hydroxypyridine-5-carboxylic acid 

oxygenase（MHPCO）の基質結合部位における祖先ア

ミノ酸残基群を同定し、準加算性歩行法に基づく

MHPCO の基質特異性の改変における戦略的指針の設

計 を お こ な っ た 。 具 体 的 に は 、 MHPCO は

m-hydroxybenzoic acid にはほとんど反応しないのに対

し、二重置換変異体（B 変異+E 変異、B 変異+F 変異）

はm-hydroxybenzoic acidよりprotocatechuic acidを産

生し得ることが明らかになったという前年度の成果に基

づき、以前に同定した祖先アミノ酸残基群の中から新た

に A、B、C 以外のアミノ酸残基置換をおこなうことが

できるかどうか、また、標的アミノ酸残基（A-G）の新

たな組み合わせが可能かどうか、rational design に基づ

き設計をおこない、新たな組み合わせ一覧を作成した。 

 また、近年、抗体医薬品製造プロセスのプラットホー

ム技術の高度化が要望されているので、低分子化抗体を

アフィニティ精製するためのアフィニティ・リガンドタ

ンパク質の開発を進めている。具体的には、プロテイン

L の抗体結合ドメインをフレームとした変異体ライブラ

リーを作製し、親和性を測定して有望な変異型リガンド

を選抜し、担体に固定化した結果、結合容量が向上して

いる複数の変異型リガンドを見出すことができた。そこ

で、このような変異の組み合わせを検討したところ、さ

らに結合容量が向上した変異型リガンドをデザインする

ことができた。このように開発したリガンドを民間企業

と共同でモノリスシリカゲルに固定化した結果、数秒の

短時間で精製を行う場合、市販のスピンカラムの1.5倍以

上の結合容量を持つスピンカラムを試作できた。 

［領 域 名］生命工学  

［キーワード］タンパク質デザイン、機能設計、基質特

異性、準加算性歩行法、芳香族化合物水

酸化酵素、抗体医薬品、低分子化抗体、

アフィニティ精製、アフィニティ・リガ

ンド蛋白質  

 

［テーマ題目5］医療応用を目指したタンパク質の改変 

に関する研究  

［研究代表者］村木 三智郎（蛋白質デザイン研究グル

ープ）  

［研究担当者］村木 三智郎、宮房 孝光、広田 潔憲 

（常勤職員3名）  

［研 究 内 容］ 

 医療応用を目指したタンパク質の改変のための研究開

発を行っている。一つには、主鎖を環状化したサイトカ

インの開発を進めている。がん化学療法による白血球減

少症の治療等に用いられる顆粒球コロニー刺激因子

（G-CSF）は、血中安定性の低さが実用上の欠点に挙げ

られる。そこで、ポリペプチド鎖の末端をペプチド結合

で連結（主鎖環状化）したサイトカインを開発した。開

発した4種の環状化改変体の体内における安定性を見積

もるために、酵素消化に対する抵抗性を比較評価した。

酵素には、血液中で G-CSF の分解に寄与すると報告さ

れているエラスターゼを用いた。環状化改変体は直鎖型

の G-CSF と比較して酵素消化耐性が有意に上昇してい

ることを観察した。 

 また、ヒトの重大な疾病の発症原因となる異常細胞の

アポトーシスの誘導による除去に直接関与するFasリガ

ンド細胞外ドメイン（hFasLECD）を対象として、がん

や各種の自己免疫疾患などに対する治療用タンパク質や

診断用分子ツールの創製を目指した技術開発を進めてい

る。今年度は、昨年度開発したトランスシクロオクテン

基とメチルテトラジン基間の逆電子要請型ディールスア

ルダー付加反応を基礎とした hFasLECD の部位特異的

な化学修飾法を応用して、hFasLECD と同程度の分子量

を有する他の機能性タンパク質との結合体を調製した。

これまでにニワトリ卵白由来のアビジンならびにウサギ

IgG抗体由来のFab’ドメインとの結合体に関する精製試

料が得られ、いずれも強いヒト Fas レセプター結合活性

を保持していることが明らかとなった。さらに、ニワト

リ 卵 白 由 来 の ア ビ ジ ン と の 結 合 体 に 関 し て 、

MALDI-TOF 質量分析法により両タンパク質を構成す
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るサブユニット間の共有結合による連結構造を、また

MTT 細胞生存率アッセイ法によりヒトインターフェロ

ンガンマを用いた前処理存在条件下におけるヒト結腸が

ん由来のHT-29細胞に対する顕著な細胞死誘導活性の発

現を確認することができた。 

［領 域 名］生命工学  

［キーワード］サイトカイン、環状化、インテイン、ヒ

ト Fas リガンド、細胞外ドメイン、部位

特異的化学修飾、タンパク質結合体、

MALDI-TOF 質量分析、がん細胞、細胞

死誘導活性 

 

［テーマ題目6］電子線単粒子解析法の開発と新たなタン

パク質構造の解明 

［研究代表者］佐藤 主税（構造生理研究グループ） 

［研究担当者］佐藤 主税、小椋 俊彦（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 タンパク質の構造は主にX線結晶解析によって決定さ

れてきたが、結晶を必要としないクライオ透過電子顕微

鏡を用いた単粒子解析法が近年高い注目を集めている。

一般に、電子線を大量照射できる物性サンプルでは、電

子顕微鏡は0.05 nm を超える高い分解能が得られる。し

かし、相手がタンパク質では、電子線照射量は限られ、

個々の投影像は微かな像としてしか写らない。しかしな

がら、カメラの進歩も加わり、薄いながらも像のコント

ラストは向上され、膨大な数の電顕像を組み合わせれば、

最終的には高分解能のタンパク質3次元構造を計算でき

ることが証明されている。我々は、この単粒子解析技術

を、現代の人工知能を駆使して開発している。これらの

方法を、新たに開発したサンプル作製法により撮影した

多枚数の電顕像に適用することで、高分解能の3次元構

造をより短時間で計算できることを目指している。我々

は、この単粒子解析アルゴリズム・顕微鏡法により、脳

において情報伝達において重要な役割を果たす受容体・

イオンチャネル・さらには細胞骨格などにも焦点を当て

て研究を進めてきている。さらには、発がんの阻止に重

要な酸化ストレスセンサータンパク質 Keap1など創薬

に重要なタンパク質構造にスポットを当て、東北大医学

部グループと Keap1の構造決定に成功した。さらには、

東大医学部グループと動的に microtubule 上を動く

Kinesin 5の microtubule の構造決定を行った。また、こ

れらの構造決定法を行うソフトウエアを AFM 画像に適

用して、近年イオンチャンネルのダイナミックな構造変

化を解析して報告を行った。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］電子顕微鏡、単粒子解析、イオンチャン

ネル、人工知能 

 

［テーマ題目7］新しい SEM 電子顕微鏡技術の開発 

［研究代表者］佐藤 主税（構造生理研究グループ） 

［研究担当者］佐藤 主税、小椋 俊彦（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 従来の走査電子顕微鏡はサンプルを真空中に置く必要

があった。そのため、生物サンプルは乾かすか凍らせる

必要があった。我々は、超薄膜で電顕カラムの真空を遮

ることで、水の中の生物サンプルを観察できる全く新し

い走査電子顕微鏡を開発した。光学顕微鏡の分解能は、

光の波長である数百 nm から飛躍的に向上することは難

しい。電子顕微鏡はサブ nm レベルの分解能を誇るが、

最も一般的な Epon 樹脂包埋法では、サンプルは真空に

耐えるために脱水や蒸着等の長い処理をする必要があり、

その処理により特に親水性の細胞内構造に関しては保存

性に心配がある。走査電子顕微鏡 SEM の技術を、最新

の半導体製造用薄膜技術による原子40-400個厚程度の

超薄膜技術と融合させ ASEM を開発した。これを用い

て、細胞内の構造を、自然な水溶液環境で観察できる。

この ASEM は、膜近くでは8 nm の分解能で液体中のサ

ンプルを観察できる電子顕微鏡である。本顕微鏡は、金

属析出など物性サンプルにも適用できる。ASEM は疎水

処理を必要としないために免疫電顕としても抗原の保護

性能が高く、広く様々な抗原が検出できる。すなわち、

金による免疫ラベルや染色法の開発により、今問題とな

っている様々な疾患に関連するタンパク質の細胞内での

局在などを決定した。さらに組織レベルでの観察にも、

大脳皮質や脊髄、肝臓、腎臓、骨などを用いて成功し、

モーターニューロンが骨格筋に情報を伝える結合点であ

る endplate の形成運命が、糖鎖の欠如によって変化す

ることを可視化した。本年度はさらに、消化管内面に共

生する細菌の高分解能観察やアクネ菌が形成するバイオ

フィルム構造の観察に成功した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］電子顕微鏡、光学顕微鏡、細胞内小器官、

共生細菌 

 

［テーマ題目8］ゲノムデザインの理解とその利用に向け

た研究 

［研究代表者］大石 勲（先端ゲノムデザイン研究グル

ープ） 

［研究担当者］大石 勲、呉 純、河田 悦和、 

出口 友則、間世田 英明、竹内 美緒 

（常勤職員6名、他9名） 

［研 究 内 容］ 

 微生物ならびに多細胞生物を用いて、ゲノムデザイン

の理解とその利用に向けた研究を行っている。抗生物質

に対する細菌の耐性取得メカニズムの分析から、自己ゲ

ノム編集機構が共通して生き物に存在していることを発

見した。この知見をもとにして、海外に特許がある

CRISPR/Cas9と TALEN システムと全く異なる新規な

日本発のゲノム編集手法の開発を進めている。これまで

に、核酸の導入のみで、意図した配列を改変（組換えで
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ない）できることを、細菌細胞で明らかにした。また、

核酸導入のみで意図した配列の改変を動物細胞およびが

ん細胞で行うことを目標にし、研究を行っている。 

 現在注目されている微生物間共生に関し、多くの環境

中で共存するメタン酸化細菌とメタノール酸化細菌のク

ロスフィーディング（具体的には、メタンに由来する炭

素の多くがメタノール酸化細菌に移行する）の機構に着

目し、解析を試みている。これまでに海底堆積物から得

たメタン酸化共生系から、新属新種の通性メチロトロフ、

Methyloceanibacter caenitepidi Gela4、従属栄養細菌で

あ る Tepidicaulis marinus 、 メ タ ン 酸 化 細 菌

Methylocaldum marinum S8の3種類の微生物を分離す

るとともに、それぞれについて完全あるいはドラフトゲ

ノム情報を解読した。更に、トランスクリプトーム解析

（RNA-Seq）を実施し、共生時の代謝経路を明らかにす

るため、メタノールを基質とした単独培養時、S8株との

共生培養時について、発現遺伝子比較を行った。その結

果、共生時にはメタノールが主要な Gela4株の基質とな

ることや EMC 経路を利用していることが示唆された。 

 持続可能社会の実現に向けた微生物利用についてハロ

モナス菌を用いた研究を行っている。独自に見いだした

ハロモナス菌 Halomonas sp. KM-1は高塩、高 pH 環境

で生育し、他の菌のコンタミを認めない。更に、C6糖、

C5糖、廃グリセロール等の各種炭素源を利用し、好気条

件では菌体内にバイオプラスチック PHB を蓄積し、微

好気条件に移行すると、蓄積した PHB を分解し、モノ

マーの3-ヒドロキシ酪酸を著量分泌する。加えて、炭素、

窒素、微量金属などをコントロールすることで、各種有

機酸を分泌生産すること、この分泌が、一部のハロモナ

ス菌に共通することを見出した。そこで、ハロモナス菌

や好塩菌等の代謝物の違いを分析し、工業原料として利

用が期待される有機酸・代謝中間体の生産に役立てるこ

とを目的とした研究を実施している。 

 多細胞生物を用いた研究としては、ニワトリおよびメ

ダカ個体のゲノム編集を行い、産業利用を目指した取り

組みを行っている。ニワトリをゲノム編集し、有用タン

パク質の生産につなげる研究を行っている。現在、ヒト

乳がん抗体医薬（トラスツズマブ）をモデルとして、こ

れを卵白に分泌する組換えニワトリの樹立を行っている。

卵白タンパク質オボムコイドの翻訳開始点に抗体重鎖お

よび軽鎖遺伝子をゲノム編集によってノックインし、ヘ

テロ4量体の抗体分子が卵白へ分泌されるか検討した結

果、重鎖2軽鎖2からなる四量体のヒト IgG が卵白中に存

在することが示された。 

 メダカを用いた研究では、ゲノム編集による2種類の

遺伝子ノックアウトを行い、免疫不全が期待されるメダ

カ系統（XSCID、SCID）を樹立した。更に両者の交配

による2重変異系統の作製を行っており、これらを元に

ヒトがん細胞移植時の in vivo 転移モデル系を開発し、

がん転移機構のリアルタイムでの解析が可能なシステム

の構築を目指している。また、遺伝子改変技術を元に、

メダカを用いたがんモデル及びそのイメージング技術の

開発を実施している。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］ゲノム編集、微生物間共生、ハロモナス

菌、ニワトリ、メダカ 

 

［テーマ題目9］生体分子創製に関する研究 

［研究代表者］上垣 浩一（生体分子創製研究グループ） 

［研究担当者］上垣 浩一、中山 敦好、山野 尚子、

中村 努、星野 英人、小島 正己 

（常勤職員6名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 タンパク質を基礎とした生体分子創製、特にタンパク

質を足場とした新規分子デザインのために、タンパク質

分子の会合に着目した。ペルオキシレドキシン（Prx）

は広く生物界に存在する抗酸化タンパク質で、その四次

構造は、単量体、二量体、十量体、十二量体と多様性が

ある。超好熱性古細菌由来 Prx（ApPrx, PhPrx）は二量

体が5個リング状に会合した十量体構造をとる。これら

の立体構造から二量体どうしの特異的な相互作用に関与

するアミノ酸を同定し、変異導入により溶液中で二量体

として存在する Prx を創製した（ApPrx6m, PhPrx6m）。

ApPrx6m, PhPrx6m ともに X 線結晶構造解析をした結

果、反応中心チオール基を酸化するとリング状の四次構

造が変化する可能性を示唆するヒントが得られた。そこ

で、それぞれ過酸化水素により酸化したところ

（ApPrxPer, PhPrxPer）、結晶構造解析と溶液解析から、

PhPrxPer がリング状十二量体構造をとることが明らか

になった。ApPrxPer は十量体のままであった。これら

の違いはC末端伸長部分とドメイン間相対配置により説

明できた。以上により、Prx 分子の会合を制御し、多様

な人工タンパク質を創製するための基盤を整備した。 

 生体分子創製のためには既知のタンパク質の組み合わ

せを利用するアプローチも可能である。糖質代謝酵素の

基質結合ドメインと抗体を融合することにより、VHH

抗体を紙などのセルロース素材とハイブリッドさせて利

用する、新しい抗体利用法を開発した。また、自己励起

蛍光タンパク質 BAF の融合タンパク質とバイオマス素

材結合ドメインの融合により、ウィルスの特異的なプロ

テアーゼを検出する新規分子をデザインした。 

 当グループでは、DSS 担体あるいは生分解性スキャホ

ールドへの展開を想定した生体に適合する生分解性材料

を開発している。乳酸系材料の生体内分解性の評価、光

触媒含有ポリアミド4の光スイッチング性能の評価、ポ

リアミド4の熱安定化に向けた末端の重要性の評価、生

分解性樹脂の分解に影響する海水中のパラメータの解明

を行った。また、生理活性物質として関心の持たれる

(R)3HB の材料化について検討し、生分解性の各種ポリ

エステル、ウレタン誘導体を合成した。 
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 当グループではさらに脳疾患に対する創薬支援、遺伝

子の個体差の役割の解明、診断マーカーの開発を行って

いる。成長因子 BDNF と proBDNF および pro-peptide

といった分子群の細胞機能および脳疾患との関係につい

て新規メカニズムを解明した。pro-peptide 部分の一塩

基多型がエピソード記憶を低下させることは以前に報告

しているが、それが pro-peptide と BDNF の相互作用強

化によるものであることを明らかにした。さらに、脳腫

瘍のモデル細胞系確立のための基盤研究として、標的分

子 P75が老化モデルマウスでも機能亢進していることを

見出した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］タンパク質の会合、タンパク質の立体構

造、融合タンパク質、生分解性材料、脳

疾患 

 

［テーマ題目10］生体恒常性を積極的に利用した先進的

疾患予防技術の開発 

［研究代表者］大石 勝隆（生物時計研究グループ） 

［研究担当者］大石 勝隆、安倍 知紀、市村 年昭、

根本 直、辻 典子 

（常勤職員5名、他11名） 

［研 究 内 容］ 

 ニコチン脱離症状を示すラット脳組織を、新技術

HR-MAS-NMR-MP にて解析を行い、うつ病様ラットと

比較し脳内代謝の差異を可視化検討した。ニコチン退薬

症候群からの回復の状況と、その症状の鍵物質を発見し

た。 

 腎臓病重症化予防アプリ作成に際し、NMR-MP によ

る可視化・データ再提示の原理やプロファイリング法の

実践応用についてのアプリケーション試作を支援し、稼

働デモの作成が行われた。また、琉球大学医学部におい

て NMR-MP 導入検討が開始された。 

 国産農産物の輸出先の国・地域の消費者の嗜好性と輸

出する農産物の多様な品質の双方を正確・容易に把握し、

輸出先の嗜好性に適合する品質を容易に判別するための

非破壊的技術を開発することを目的として、国産生食用

モモの凍結乾燥粉末また生果について NMR-MP 法によ

るメタボローム解析を実施した。過去の品種・作柄デー

タと比較検討した。非破壊分析および嗜好性調査グルー

プへ情報の提供を行った。 

 国産農産物のもつ品質に対して新しく実用的な非破壊

計測尺度の構築を目指し、メーカ提供の通常成分の代わ

りに特殊な成分を含有する試作品について解析を行い、

可視化解析の結果、高順位な商品化検討継続となり、商

品化が期待される。 

 ロコモティブシンドロームの発症メカニズムの解明を

目指し、食事時刻の乱れが筋肉に与える影響についてマ

ウスを用いて検討した。時間制限給餌を8週間行うと、

活動期のみの時間制限給餌に比べて、非活動期のみの時

間制限給餌は腓腹筋において筋タンパク質分解に関わる

ユビキチンリガーゼの発現を増大させることで、筋萎縮

を引き起こすことを明らかにした。非活動期のみの時間

制限給餌は、筋肉量の減少のみならず脂肪化といった筋

肉の質を低下させる可能性が考えられた。食事時刻の乱

れは、ロコモティブシンドロームのリスクファクターと

なることが示唆された。 

 摂食リズムの乱れによる代謝異常の発症メカニズムを

解明するために、昨年度に引き続き、レプチン抵抗性の

関与について検討を進めた。マウスを使った実験により、

非活動期の時間制限給餌が短期間でレプチン抵抗性を引

き起こし、レプチン抵抗性モデル動物である db/db マウ

スを使った実験により、非活動期時間制限給餌による肥

満の発症にはレプチン抵抗性が原因となっている可能性

を示してきたが、本年度は、レプチン抵抗性の発症メカ

ニズムを解明すべく、レプチンを欠損した ob/ob マウス

を使った実験を行った。ob/ob マウスでは、非活動期時

間制限給餌によってレプチン抵抗性を発症しないこと、

非活動期時間制限給餌群に比べて活動期時間制限給餌群

の方がレプチン感受性が低いことが判明し、レプチン感

受性には、非活動期に高い日内リズムが存在し、このこ

とが、非活動期時間制限給餌によるレプチン抵抗性の発

症に関与している可能性が考えられた。 

 時間栄養学的代謝改善法の開発においては、マウスを

使った実験において、朝食時の魚油の摂取が、夕食時の

摂取に比べて脂質代謝改善効果が高いという昨年度の知

見について、そのメカニズムの解明を目指した。糞便中

の脂肪酸含量の解析結果から、魚油の朝摂取が、夕摂取

に比べて効率的にDHAやEPAを体内に取り込んでいる

可能性が示された。 

 低栄養に起因する低体温は、免疫能の低下などの原因

ともなっており、高齢者において深刻な問題となってい

る。我々は、低栄養状態における体温維持には、骨格筋

での熱産生が重要な役割を担っていることを明らかにし、

その責任分子として Slc25a25が関与している可能性を

明らかにした。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］体内時計、食生活、肥満、メタボリック

シンドローム、機能性食品、免疫恒常性、

小腸乳酸菌、抗炎症、血圧、筋萎縮、褐

色脂肪組織、メタボロミクス、NMR 

 

［テーマ題目11］健康維持機能物質開発に関する研究 

［研究代表者］宮崎 歴（健康維持機能物質開発研究グ

ループ） 

［研究担当者］宮崎 歴、河野 泰広、小川 昌克、 

安野 理恵、冨田 辰之介、 

Saiki Papawee、伊藤 奈々子、 

鈴木 加奈枝（常勤職員6名、他2名） 

［研 究 内 容］ 
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 健康維持機能物質開発研究グループではメタボリック

シンドロームやストレス軽減およびその軽度な段階での

改善、健康維持に寄与する生理活性物質開発を目指して

いる。特に食経歴のある野菜やハーブなどを中心とした

生物資源より天然化合物を抽出し、単離精製して構造決

定するとともに、それらの天然化合物をサーカディアン

リズム、抗酸化活性、抗炎症活性、脂肪細胞分化抑制活

性などを指標としたバイオアッセイに供し、その新規な

有効生理活性物質を同定し、商品化へとつなげることを

最終目的としている。また、近年の機能性表示食品の基

準をクリアするため、その生理活性を引き起こす要因と

なる分子メカニズムについても、転写制御系を中心とし

て解析をすすめ、健康維持に貢献できる物質のエビデン

スを積み上げることも目的とする。 

 沖縄県工業技術センターとの共同研究で沖縄県産植物

や海藻約200種類について抗炎症活性を探索し、40種類

のサンプルに活性があることが明らかにした。これら中

から、活性の高いものでこれまで十分な解析が行われて

いないものから優先的に解析をすすめ、新しい天然化合

物の探索に展開する予定である。また島根県工業技術セ

ンターと植物クロモジの抗酸化物質の分離について技術

的指導を中心に研究協力を行った。 

 筑波大学との共同研究である茨城県産の植物Xの葉由

来の抽出物については、抗炎症、抗酸化ストレスの活性

に加えて、Per2-Luc 発現の繊維芽細胞を用いたサーカデ

ィアンリズムへの影響評価を行い、抽出物の中に複数の

異なる生理活性を合わせて含んでいることが明らかとな

った。 

 多色ルシフェラーゼ解析法を応用した IL-6/IL10の遺

伝子発現をリアルタイムモニタリングするアッセイ系を

構築し、マウスマクロファージ細胞への安定発現株の単

離をおこない、安定的にそれぞれの遺伝子発現を解析す

る細胞株を得ることに成功した。 

 我々の開発した睡眠障害モデルマウスにおいて、タイ

国由来のハーブについて、タイ国立科学研究所（TISTR）

との共同研究を開始するにあたり、産総研において研究

材料として取り扱うため、名古屋議定書・生物多様性条

約に基づいた Prior Informed Consent（PIC）および

Mutual Agreed Term（MAT）の締結を実行し、産総研

で初めて正式な契約形式をとりかわすことができた。ま

た、今後、タイ・カセサート大学理学部生物学科と我々

研究室間で、安全性評価および新規有用天然化合物の研

究の連携を遂行していくために、Letter of Intent（LOI）

の締結を行った。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］機能性食品、天然化合物、メタボリック

シンドローム、サーカディアンリズム、

多色生物発光技術、 

 

［テーマ題目12］バイオマーカー計測評価用メディカル

デバイスの開発 

［研究代表者］永井 秀典（次世代メディカルデバイス

研究グループ）  

［研究担当者］永井 秀典、安藤 昌儀、山添 泰宗、

古谷 俊介、栗之丸 隆章 

（常勤職員5名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 生体試料等に含められる各種バイオマーカー計測を目

指して、遠心力駆動型ラボ CD システム及び高速核酸増

幅システム、高速 DNA シーケンス技術の製品化研究を

進めるとともに、チップ表面物性の高度制御技術、計測

プロセスのオンチップ集積化、計測評価システムのダウ

ンサイジング化の基盤研究を行う。 

平成29年度は、遠心力駆動型ラボ CD システムとして

前年度に開発したプロトタイプ装置の改良を行った。具

体的には、ノイズ対策のための遮光対策を施し十分な遮

光性を確保できることが確認された。また、これまでの

一次試作装置では、洗浄液のシリンジを縦置きしていた

ため、洗浄液が漏れた場合に下部のモーターに触れる可

能性が高く電気的に故障する懸念が高かった。そこで、

シリンジを横置きする構造に変更し、電気回路やモータ

ーなどが万が一遠心力による送液により飛び散った場合

にも保護される様に、堅牢なカバーを新たに追加した。

この改良したプロトタイプ装置を用いて、糖尿病の早期

発見に資するマルチマーカーに対して、集積型微小流体

デバイスを用いて血清などの実サンプルから再現よく定

量できる条件を検討した。分析時間の短縮を目指し、反

応時間の短縮についても検討を行ったところ、一次抗体

及び二次抗体との反応時間をこれまでの15分から5分ま

で短縮してもシグナルの減少は生じなかったが、2.5分ま

で短縮すると大幅な低下が、インスリン、レプチン、ア

ディポネクチンのいずれにおいても確認された。以上か

ら、各反応時間は5分まで短縮できると判断し、その結

果、分析時間についてこれまでの約30分から約16分まで

大幅な短縮を達成した。 

また、高速核酸増幅システムとして、企業と連携し各

種感染性微生物に対する高速遺伝子検査技術の開発を推

進した。特に、医療機関における使用に特化した専用の

プロトタイプ装置を新たに設計開発し、複数の検体に対

してランダムアクセスが可能なシステム構成であり、か

つ多様な用途に適応可能なように、1つの制御部に対し

複数の検出部を並列化し、独立して個別の測定対象を分

析可能な構造とした。さらに、検出機構について従来の

品質が不均一でかつ高額な市販の蛍光検出システムでは

無く、より小型で高集積化に対応した蛍光検出器を独自

に開発し、システムの低廉化の見通しを得た。 

さらに、高速核酸増幅システムの高度化として高速

DNA シーケンス技術の開発を進め、マイクロチップ電

気泳動法により複数のターゲット長の PCR 産物を混合

したモデル試料について約6分程度で分離が可能である
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ことが確認された。これにより、高速 DNA シーケンス

に必要な高速サーマルサイクラーと高速電気泳動の主要

な要素技術のシステムを構築した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］Point of care testing、遺伝子検査、免疫

アッセイ、微小流路デバイス、抗体 

 

［テーマ題目13］新規ナノ機能性材料のバイオ研究分野

への応用 

［研究代表者］永井 秀典（次世代メディカルデバイス

研究グループ）  

［研究担当者］永井 秀典、安藤 昌儀、山添 泰宗、

古谷 俊介、栗之丸 隆章 

（常勤職員5名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 バイオマーカーの実用化に資するタンパク質を活用し

た新規の界面制御バイオマテリアル、蛍光量子ドットを

用いた光学素子の開発と応用を進めるとともに、生体物

質や生体適合性材料の本質的理解に基づく研究を進める

ことで、生命現象の分子メカニズムの解明とその産業・

医療応用を目指す。また、蛍光量子ドット型生体影響ガ

スセンサ等の製品化研究を推進する。 

平成29年度はタンパク質を活用した界面制御バイオ

マテリアルの開発として、タンパク質フィルムの作製や

フィルムの in vivo 評価に用いる腸炎モデルマウスの作

製を行った。タンパク質フィルムに関しては、抗体を疎

水性の基板に吸着させた後、その基板上に架橋したアル

ブミン、SOD、カタラーゼ溶液を加え、乾燥させるとい

う手順で、フィルムの内部に SOD とカタラーゼが、ま

た、フィルムの表面に抗体が組み込まれたフィルムを作

製することができた。フィルムを作製する際、基板から

フィルムを剥離する工程があるが、界面活性剤への暴露

や加熱処理など、様々な手法で剥離することにも成功し

た。フィルムの抗炎症効果の in vivo 評価に用いる腸炎

モデルマウスについては、ヒトの潰瘍性大腸炎と似た症

状を示し、モデル動物として広く用いられているデキス

トラン硫酸ナトリウム（DSS）誘発性腸炎マウスの作製

を行った。マウスに投与する DSS の濃度、期間、分子

量など本研究に適した実験条件を絞り込んだ。また、タ

ンパク質フィルムをマウスの大腸の炎症部に接触させる

ために、シリコン製のチューブの外表面にタンパク質フ

ィルムを貼りつけたデバイスを作製した。 

また、蛍光量子ドット型生体影響ガスセンサの開発と

して、独自に構築した蛍光利用型光学式ガスセンサ評価

装置を用いて、従来ほとんど研究されていなかった量子

ドットのガスセンサ機能について重要な新しい知見を得

た。具体的には、CdSe 系コアシェル型量子ドットの蛍

光変化により、室温・大気圧で、オゾン、あるいは、ア

ルキルアミンのような VOC 等の健康阻害ガスを光学的

に検知できることを実証し、そのメカニズムの一端を解

明した。このように、蛍光量子ドットの新しい光・表面

機能開拓に貢献した。 

さらに、光学式オゾンセンサ材料として、表面高機能

化光ナノ複合材料として、空気中の ppm オーダーの低

濃度オゾンに感応して可逆な蛍光強度の消光を示すセレ

ン化カドミウム（CdSe）系コアシェル型量子ドットと、

ガス吸脱着特性・触媒特性・プラズモン吸収・局所電場

効果を有する貴金属ナノ粒子からなる複合材料の試作を

開始し、分散液塗布法とスパッタリング法を組み合わせ

た作製法が有効であることを見出した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］生体適合性材料、高分子、タンパク質、

量子ドット、オゾン 

 

［テーマ題目14］神経疾患モデル動物の作製と分子動態

可視化技術の開発 

［研究代表者］戸井 基道（脳遺伝子研究グループ） 

［研究担当者］戸井 基道、加藤 薫、海老原 達彦、

落石 知世、佐々木 保典、新海 陽一

（常勤職員6名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 脳神経系の発生からその機能発現、そして生涯にわた

っての機能維持を制御する分子群の動態解析は、神経細

胞の基本的な動作機序を理解し、かつその破綻により引

き起こされる様々な神経疾患の原因解明と治療法の開発

に繋がることが期待される。当グループでは、神経機能

を維持する分子群の同定と、そのための必要な可視化動

物の作製、解析に資する種々の測定技術・顕微観察技術

の開発を進めている。29年度は、新規可視化タンパク質

の改良や、これを発現させたモデル動物の解析、また細

胞観察技術開発や画像解析技術の開発に焦点を当て、以

下の開発を進めた。 

 神経ネットワーク動態解析や老化や疾患に伴う神経機

能評価に利用可能な、赤色波長域を持つ新規膜電位感受

性蛍光タンパク質の開発を進めた。pH 感受性の赤色波

長蛍光タンパク質をベースに、カリウムチャネルの膜感

受性領域と組み合わせることで候補融合タンパク質とし

た。培養細胞に発現させた際の蛍光強度や膜局在化パタ

ーンをモニターしながら、2つのドメイン間のリンカー

の改変や、各種細胞内輸送シグナルの挿入を行い、最適

なものを選択した。最適なものを用いて膜電位変化依存

的な蛍光強度を測定し、脱分極に応じて約5 %の蛍光変

化が観察された。このタンパク質をラットの初代神経培

養細胞にも発現させ、その発現パターンを確認した。神

経細胞内での最適な局在を示すようさらに輸送シグナル

の位置を改変し、現状の最適なものを用いて膜電位変化

と蛍光強度変化の解析を行った。今後さらなる蛍光強度

の増大と、膜電位変化に応じた蛍光変化を目指して、更

なる改良を進める。 
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 生細胞や生きた個体において、遺伝子座や DNA 領域

特異的なエピジェネティック変化を観察するための新規

可視化技術の開発を行った。ヒストン修飾バリアント特

異的な抗体と蛍光タンパク質を融合させ、解析対象配列

とを組み合わせた人工染色体を生細胞内に導入すること

で、遺伝子配列特異的なヒストン修飾の変化をリアルタ

イムで観察することを可能にした。このプローブを様々

な生育環境や、遺伝的背景の異なる線虫個体に発現させ、

細胞の状態特異的なメチル化変化の解析を試みた。核内

の遺伝子座非依存的なメチル化ヒストンのダイナミック

な変化はリアルタイムで観察可能であったが、目的とし

ている遺伝子座の修飾状態変化は観察時間内では見られ

なかった。今後よりダイナミックに修飾変化が起こる遺

伝子座の選択や、長時間のタイムラプス観察を試みるこ

とでこの観察システムの有効性を実証していく。またこ

の技術を応用し、自閉症発症と関連付けられている遺伝

子の線虫突然変異体を用い、神経成熟に関わる遺伝子の

発現制御とエピジェネティック変化の解析を行った。そ

の結果、これらの自閉症関連遺伝子が実際に神経成熟に

必要な遺伝子発現に関与すること、これまで同定してい

た転写因子と遺伝的に相互作用することを見出した。今

後、さらに自閉症関連遺伝子と神経成熟との関連性を探

っていく。 

 超解像顕微鏡を用いて細胞内分子動態をより詳細に解

析するための顕微観察システムの構築を進めた。これら

のシステムを用いて、リボソームの観察、植物細胞にお

けるアクチンアイソフォームの観察等を行い、発表した。

また生物分野のみでなく、液晶分子の観察にも超解像顕

微鏡を用い、他分野での本技術の有効性を示している。

今後さらに開発を進め、最先端の観察技術の提供を試み

ていく。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］イメージング、神経疾患、創薬スクリー

ニング 

 

［テーマ題目15］生体分子の高機能化及びそれを利用し

た脳神経疾患に対する創薬基盤技術開発 

［研究代表者］波平 昌一（脳機能調節因子研究グルー

プ） 

［研究担当者］波平 昌一、近藤 哲朗、稲垣 英利、

大塚 幸雄、平野 和巳（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

生物の細胞間・細胞内の情報伝達は生体分子の相互作

用により制御されている。その中でも特に神経細胞に存

在する受容体やイオンチャネルなどを標的とした生理活

性ペプチド、及び、ゲノム DNA やクロマチンを構成す

るヒストンタンパク質に修飾を施すエピジェネティクス

制御タンパク質の標的認識メカニズムを解析し、それを

利用した創薬基盤技術開発・機器開発を行う。 

ヘビ・クモなどの毒腺には、ヒトの神経細胞の機能に

影響を与える様々な生理活性ペプチドが存在する。これ

らの分子は自然界において長い時間をかけた進化の過程

で特化した機能、すなわち標的分子を特異的に認識し結

合する能力を獲得している分子であると考えられる。当

グループではこれまでに、それらのペプチドをコードす

る遺伝子の配列上の特徴を利用して、指向的分子進化工

学手法を用いて目的の標的分子に結合する活性分子の探

索技術を開発し、多種の生理活性ペプチドの標的分子の

認識機構の迅速な解析を可能にした。これらの解析によ

り得られたペプチドの配列・立体構造情報などは、創薬

の際有効に利用されることが期待される。現在、脳神経

系特異的に機能する生理活性ペプチドの探索と機能解析

を遂行している。 

また、哺乳類の後天的なゲノム修飾機構であるエピジ

ェネティクスを担うタンパク質についても、その分子が

担うゲノム領域の認識機構を解析している。精神疾患や

脳腫瘍といった脳神経系疾患は、その発症が思春期以降

となるため、原因解明や創薬開発に資するモデル細胞や

モデル動物の確立が遅れている。最近、それらの発症に

エピジェネティクス制御機構である DNA メチル化やク

ロマチン制御機構の破綻が起因していることが疑われて

いる。そこで、それらのエピジェネティクス制御タンパ

ク質に焦点を当て、神経系細胞における機能解析と標的

領域認識機構を明らかにする。さらにそれを利用して発

達依存的な病態モデル細胞や動物を作製する。これらに

より、脳腫瘍及び精神疾患治療に対する創薬スクリーニ

ングのための次世代型新規研究材料の開発と提供を目指

している。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］指向的分子進化工学、生理活性ペプチド、

エピジェネティクス、脳神経疾患 

 

［テーマ題目16］次世代がん治療を実現する「放射線力

学療法」の基盤研究 

［研究代表者］高橋 淳子（分子複合医薬研究グループ） 

［研究担当者］高橋 淳子（常勤職員1名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

低分子有機化合物であるプロトポルフィリン IX

（PpIX）が X 線照射による活性酸素発生効果を増強す

ることを、細胞を介さない物理化学的な実験系を用いて

見出した。放射線によるこの反応は、放射線吸収は大き

いが毒性の強い重金属等で生じるという既成概念を覆し、

生体に安全な低分子有機化合物とX線の物理化学反応を

次世代のがん治療「放射線力学療法」に用いる可能性を

拓くものである。 

これまで、担癌マウスに対してポルフィリン前駆体の

5-アミノレブリン酸（5-ALA）を放射線照射前に経口投

与すると、腫瘍組織特異的に PpIX が蓄積され、そこに

放射線を照射すると、放射線単独で照射する場合より多

くの活性酸素が生成し、放射線治療効果を増強すること
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を、担がんマウスの腫瘍増殖抑制評価により検証してき

た。 

 PpIX の様な低分子有機化合物の放射線応答性はほと

んど知られていなく、他の有機化合物でも生じうる反応

かを検証する為、多くの化合物の放射線応答性を調べた

ところ、ルテオリン等が放射線応答性を有する事を見出

した。PpIX は放射線照射によりスーパーオキシドと OH

ラジカルの両方の生成を促進する、一方、ルテオリンは

スーパーオキシドを生成するものの OHラジカルの生成

を抑制する性質を有することが判明した。ルテオリンは

食用植物に含まれる天然物質であり、新たな低毒性の放

射線増感物質の開発の可能性が示唆された。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］放射線治療学、放射線腫瘍学、臨床薬学、

放射線増感、低分子有機化合物、ポルフ

ィリン、5-アミノレブリン酸 

 

［テーマ題目17］てんかん発症時における Addicsin（ア

ディクシン）の生理機能の解明 

［研究代表者］池本 光志（分子複合医薬研究グループ） 

［研究担当者］池本 光志（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 Addicsin（アディクシン）は、モルヒネ耐性依存形成

に関与する新規因子として我々の研究グループにより発

見された。Addicsin は、神経型グルタミン酸輸送体

（EAAC1）とヘテロ複合体を形成することにより

EAAC1の細胞外グルタミン酸を細胞内に取り込む機能

を直接的に抑制する。また、Addicsin は、EAAC1が細

胞内酸化還元系の主要な調節因子であるグルタチオン

（GSH）の生合成原料であるシステインの細胞内輸送機

能も併せ持つことから、EAAC1を介した細胞内 GSH 合

成量の制御にも関与する。従って、Addicsin は、細胞内

酸化還元系の異常に起因して発症する神経疾患の発症機

序に深く関与すると考えられているが、Addicsin の生理

機能に関しては依然不明な点が多い。海馬に発現する

Addicsin をノックダウンしたラットでは、てんかん誘発

剤であるペンチレンテトラゾール（PTZ）投与によるキ

ンドリング（痙攣）が顕著に促進されることが報告され

ているが、Addicsin の細胞内動態は不明である。本年度

は、当該報告に着目し、PTZ 投与した神経細胞における

Addicsin 細胞内動態を明らかにすることを目的として

解析を実施した。NG108-15細胞は、PTZ が選択的に結

合する GABA 受容体を豊富に発現する代表的な神経細

胞腫として知られることから、本研究における細胞モデ

ル系として使用した。最初に、PTZ 処理時における

NG108-15細胞のAddicsinタンパク質発現量をウエスタ

ンブロット法ならびに細胞染色法を用いて解析したとこ

ろ、20 mM PTZ を1時間以上暴露することにより

Addicsin タンパク質量が時間依存的に有意に増加する

ことが明らかとなった。次に、20 mM PTZ の24時間暴

露時における Addicsin 細胞内局在を免疫細胞染色法に

より解析した。Addicsin は、無刺激時（正常時）には小

胞体（ER）において Ar16ip1（細胞死関連因子）と共局

在していたが、PTZ 暴露によって Addicsin と Ar16ip1

の ER における共局在は有意に減少した。一方、Addicsin

は、細胞膜マーカーとして知られる Na+-ATP アーゼや

EAAC1と細胞膜上での共局在が顕著に増加した。さらに、

GABAA 受容体アンタゴニストであるピクロトキシン

100 M の1時間前処置により、PTZ 暴露時に於ける

Addicsin の細胞膜上への細胞移行は完全に抑制された。

次に、PTZ 暴露時に於いて Addicsin と EAAC1の細胞膜

上の共局在が観察されることから、細胞内酸化還元系へ

の影響をラジカルスカベンジャー（DPPH）法により検

討した。その結果、PTZ 用量依存的なラジカル消去能の

低下と100 M ピクロトキシン同時暴露によるにラジカ

ル消去能力の回復が認められた。また、LDH 法により

細胞毒性を解析した結果、PTZ 用量依存的な細胞毒性の

増加と、ピクロトキシン用量依存的に PTZ 由来細胞毒性

効果の阻害が観察された。これらの結果は、PTZ を暴露

した NG108-15細胞では、Addicsin が GABAA 受容体シ

グナルの活性化により ER から細胞膜へ細胞内局在を変

化させ、細胞毒性増加と抗酸化能低下を誘導することを

示唆する。次年度以降、本分子機構を更に精査すること

で、てんかん発症時の分子機構の解明を進める予定であ

る。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］てんかん、Addicsin（アディクシン）、 

細胞内移行、GABA 受容体、神経型グル

タミン酸輸送体（EAAC1）細胞毒性、抗

酸化能 

 

［テーマ題目18］構造創薬に関する基礎研究および基盤

技術の開発 

［研究代表者］本田 真也（構造創薬研究グループ） 

［研究担当者］山崎 和彦、加藤 義雄、古川 功治、

久保田 智巳、高木 悠友子 

（常勤職員5名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 NMR 分光法や X 線結晶解析法を用いて立体構造を可

視化することにより疾患関連タンパク質の認識機能や反

応機構を明らかにする。構造情報を利用した化合物探索

支援技術を開発する。抗原虫薬の開発に向けて、原虫に

おける遺伝子ノックアウト手法の至適化と必須遺伝子の

効率的探索法を構築する。ゲノム編集技術の高度化に向

けて、タンパク質デリバリー法を開発する。 

 低分子創薬における化合物探索に活用可能な新規

NMR 解析法を開発した。標的酵素による反応の進行に

より、基質から生成物への転換が起こるが、これに伴う

NMR スペクトル変化を検出し、共存させる阻害剤によ

る影響を定量的に評価した。この時、阻害剤濃度で変化
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するスペクトルデータ群に対して因子分析の手法を適用

することにより、効果的に阻害効果（IC50値）を見積も

ることが可能となった。低分子創薬において、結合評価

と併用することにより、偽陽性を最小化し、創薬プロセ

スの確度と効率の向上に資する技術と考えている。 

 X 線結晶構造解析で、タンパク質の構造だけでなく、

リガンドや補欠分子族の認識や相互作用の解析に重点を

置いて、創薬支援に繋がる情報の枚挙に焦点を当てた研

究を行っている。具体的にはがんや幹細胞に特異的に発

現している糖鎖構造を認識しているレクチン様タンパク

質の構造解析とリガンド（糖鎖）結合型の結晶構造解析、

様々な遺伝子型のノロウイルスを横断的に認識するファ

ージ抗体から Fab 型抗体への組換えと大量発現系の構

築、結晶化、立体構造解析などを進めた。また抗原虫薬

のターゲットタンパク質に対して、様々な酵素分子種の

立体構造解析を行い、1つの酵素分子種の立体構造を報

告した。この分子に結合する化合物との複合体構造も決

定することが出来、その結果としてこの化合物を母核と

しての合成展開が可能だと判断した。 

 原虫の必須遺伝子探索については、従来は遺伝子操作

が大変困難であった原虫において簡便にノックアウトを

行える手法を開発した。原虫は昆虫ベクターとほ乳類宿

主の間を移動する際や宿主内で感染拡大する際に様々な

形態に分化する。創薬においては宿主内ステージにおけ

る必須遺伝子の探索が重要な鍵となるが、これまでの技

術で行うのは大変困難であった。当グループの開発した

手法により、人工的に宿主内ステージに分化させた原虫

に対して効率的にノックアウトを行い、迅速に表現型を

判定できるようになった。これにより、全てのステージ

の原虫を使用して必須遺伝子の特定や薬剤候補化合物の

スクリーニングを行ことが可能となり、より精度の高い

創薬標的探索に繋がると期待される。 

 ゲノム編集技術を高度化していく上では、ゲノム編集

酵素を細胞内に適切に導入して行く必要がある。細胞外

で加工した核酸を生物に導入すると遺伝子組み換え体と

なるが、ゲノム編集の触媒を司るタンパク質酵素を生物

に導入した場合には、遺伝子組み換え体に該当せず、幅

広い産業へ展開できる可能性がある。特に今年度におい

て、種々の生物種においてタンパク質を細胞内にデリバ

リーする手法を検証した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］NMR、酵素阻害、X 線結晶構造解析、糖

鎖マーカー、ゲノム編集、遺伝子組換え、

創薬標的 

 

［テーマ題目19］構造創薬の実践および推進のための実

用技術の開発 

［研究代表者］本田 真也（構造創薬研究グループ） 

［研究担当者］阪下 日登志、古川 功治、 

高木 悠友子、石原 司 

（常勤職員4名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 複数の企業と共同でシャーガス病治療薬開発等、国際

貢献性の高い創薬を実践する。また、感染症を中心とし

たアカデミア発創薬標的についても構造創薬を展開す

る。ヒットからリード化合物への探索と最適化に革新を

もたらす化合物自動設計自動合成システムの開発につい

ても企業とともに推進する。 

 ブルーストリパノソーマの核酸生合成に関与する酵素

について、変異型酵素を利用することで、その補酵素結

合部位への初期ヒット化合物の取得、および、その立体

構造の解明を行った。今後の FBDD による阻害剤創製の

基盤となる。 

 国内医科大学との共同で、歯周病の原因となる細菌群

の一つである糖非発酵グラム陰性菌が分泌するプロテア

ーゼ阻害剤の探索を FBD の手法を用いて行った。独自

のフラグメント・ライブラリからスクリーニングした1

次ヒットを得ている。またヒット化合物とプロテアーゼ

の複合体構造解析も終了しており、化合物の展開を図っ

ている。 

 全世界の創薬に関する論文の知見を経験知として、医

薬品開発時の探索研究で必須となる周辺化合物設計を自

動で行い、短時間で候補を提示するシステムを開発し

た。また、この提示化合物を短時間で実際に合成するた

めの自動合成機の開発も企業と共同で行った。提示され

た候補化合物の薬理活性を実際に精査し、その結果を再

び設計システムにフィードバックすることで、自律的な

探索研究サイクルを回すことが可能となった。実際に、

公開されている臨床検査レベルの医薬品候補化合物に対

して、それを上回る活性も持つ化合物の取得を50時間程

度の短時間で完了できることを実証した。 

 複合体構造解析を活用した構造創薬における医薬品候

補化合物の設計を自動化するシステムを新たに構築した。

本システムを国内大学と共同で進めている医薬品創製を

目指した探索研究に適用し、自動合成機と連携させるこ

とで、活性が数十倍向上した新規化合物を自動で取得す

るに至った。更に、新規化合物の合成経路を自動解析す

るシステムの開発も進めており、自動合成機との連携に

より、医薬品候補化合物の設計から合成にいたる探索研

究の自動化と効率化に繋がると期待される。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］創薬、感染症、国際貢献、歯周病、化合

物設計 

 

［テーマ題目20］生体分子・システム機能評価及び活用

に関する研究開発 

［研究代表者］清末 和之（細胞分子機能研究グループ） 

［研究担当者］清末 和之、佐藤 隆明、藤田 篤、 

弓場 俊輔、川﨑 隆史、峯 昇平 

（常勤職員6名、他4名） 
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［研 究 内 容］ 

 生体分子及び生体システムの機能理解から、神経疾患

等の疾病に対するアプローチ技術の開発、また代替機能

技術の開発を目指し、「生体分子の探索と評価技術の開

発」と「生体分子・細胞の活用技術開発」を行っている。

前者では、疾患を対象として疾患モデル細胞・動物の創

出から関連する分子機構および生体ネットワークの理解

を目指している。その利用モデルとして嗅覚システムの

理解と応用が進んでいる。後者では、生体分子機能解析、

構造解析、新規発現技術の開発、細胞を取り扱う技術と

して、主に再生医療に係る細胞製造技術、を行っている。

H29年度の成果として、以下の成果を報告する。 

・嗅覚システムの応用：匂いを感知する受容体は GPCR

と呼ばれる G タンパク質結合型の受容体であり、5系

統の G タンパク質との結合によって細胞内へ情報を

伝達している。一部の結合については明らかにされて

いるが、受容体と G タンパク質との特異的結合を説明

するモデルはなかった。マウス嗅覚受容体 S6とキメラ

G タンパク質 Ga15-olf および野生型 Ga15との相互作

用形成・応答迅速性の解析から、応答迅速性の改善は

受容体 C 末側の helix 8の2番目のアミノ酸が支配して

いることを明らかとした。このアミノ酸は、オプシン

ではグルタミン、アドレナリン受容体ではアスパラギ

ン酸、一方、嗅覚受容体ではこれらにグルタミン酸と

トリプトファンを加えた4種で保存されており、この1

アミノ酸で支配される初期一過性相互作用が

GPCR-G タンパク質の安定相互作用の迅速形成に不

可欠であることを示唆している。このことは迅速に検

出された信号が要素情報の優位性・階層性を支配して

いると考えられ、匂い情報処理の理解の一助となると

考えている。 

・疾患モデル動物：アルツハイマー型痴呆ではアミロイ

ドβタンパク質（Aβ）の作用機序は解明されていない。

その作用機序を明らかにするために、脳遺伝子研究グ

ループでは、疾患モデルマウスを作出した。当グルー

プで、この疾患モデル動物解析の電気生理学的解析を

分担した。神経回路レベルでの機能解析で、記憶の形

成のモデルとされるシナプス可塑性において、顕著に

減弱が起きていることを明らかにした。行動解析、生

化学的解析をあわせると、細胞内の Aβ オリゴマーは

個体が若い時期からシナプス領域で機能不全を引き起

こしていることを示唆しており、Aβ-GFP マウスはオ

リゴマーの機能解析および AD 発症初期のシナプスに

おける微細な変化を捉えるための有効なツールになる

と考えられる。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］疾患モデル、再生医療、匂い、癌、構造

解析、グルコサミン、 

 

［テーマ題目21］先進バイオ計測技術開発 

［研究代表者］近江谷 克裕（先進バイオ計測研究グル

ープ） 

［研究担当者］関口 勇地、 

Kumar Krishna Rajendra Penmetcha、

Tourlousse Dieter（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 バイオ計測（特に核酸計測／マイクロバイオーム微生

物計測）を念頭に、主に次世代シークエンサなど網羅的

計測技術を利用した新規計測技術の開発（ラボ技術およ

びバイオインフォマティクス技術）を行った。また、そ

の計測の精度評価、および信頼性確保のための方法開発、

標準整備を行った。具体的には、次世代シークエンサー

を利用したマイクロバイオームなど複合微生物生態系評

価技術の高度化に関する研究開発を実施し、複合微生物

生態系を構成する微生物群の活性に着目した新たな計測

技術を開発した。また、マイクロバイオームに存在する

未培養微生物群の機能予測を行うため、マイクロ流路技

術と次世代シークエンス技術を融合した新たな技術開発

を行った。また、次世代シークエンサーを利用したマイ

クロバイオーム評価の精度管理技術の確立に向け、スパ

イクイン16S rRNA 遺伝子による品質管理方法の新たな

研究を実施した。また、RNA アプタマー技術を応用し

たマーカー検出・定量技術開発を想定し、インフルエン

ザウイルスや特定細菌群を検出、分取するための新規技

術開発を実施した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］遺伝子、DNA 定量、PCR、マイクロチ

ップ、細胞機能評価、バイアビリティー、

バイオイメージング 

 

［テーマ題目22］創薬・診断等に有効なバイオマーカー

の探索研究（微生物感染、マイクロバイ

オーム） 

［研究代表者］関口 勇地 

（先進バイオ計測研究グループ） 

［研究担当者］関口 勇地、 

Kumar Krishna Rajendra Penmetcha、

Tourlousse Dieter（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 ヒト等マイクロバイオーム中に存在する分子遺伝学的、

あるいは機能的に新規な微生物を解析、分離、培養する

ための新しい方法を開発すると共に、それを利用し新規

微生物群を分離、記載を進めた。また、腸内マイクロバ

イオーム内に存在し、特定疾患との関連する可能性があ

る微生物群の特定に関する研究を実施し、その実態の解

明を行った。さらに、抗炎症性 RNA アプタマーの開発

に関する基礎的検討を実施すると共に、微生物感染に関

連した non-coding RNA の探索に関する基礎的検討を実

施した。 

［領 域 名］生命工学 
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［キーワード］創薬、診断、バイオマーカー 

［テーマ題目23］核酸標準物質開発 

［研究代表者］野田 尚宏（バイオアナリティカル研究

グループ） 

［研究担当者］野田 尚宏、陶山 哲志、横田 亜紀子、

松倉 智子、佐々木 章（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 網羅的塩基配列解析技術のデータ品質管理向上に有用

な核酸標準物質の作製と評価を行った。すでに物質計測

標準研究部門と共同で開発した実績のある核酸標準物質

の次期ロットの試作品を作製した。作製方法については

前回のロット作製時に開発した方法に準拠しつつ、改良

を加えた。また、作製された標準物質の品質の評価をデ

ジタル PCR 法により行った。また、昨年度から引き続

き米国標準技術研究所の研究者とゲノム標準物質に関す

る議論を行い、一分子の次世代シークエンサーに対応し

た長鎖標準 DNA の開発必要性などについて議論を行っ

た。さらに、日本発ゲノム標準物質の開発を進めるべく、

理研をはじめとするアカデミアや関連企業等との議論を

行い、開発のためのプロジェクトチームの組織化を進め

た。RNA の標準物質に関して、配列の多様性を高める

ための検討を進めた。具体的にはすでに頒布体制が整っ

ている5種類の RNA に加えて、それとは異なる配列の

RNA 標準物質プロトタイプの開発を行い、さらに作製

した RNA 標準物質プロトタイプの品質評価を行った。

ISO/TC276バイオテクノロジーの WG3分析化学に参加

し、核酸標準物質の規格文書作成についての議論に参加

するとともに、合成オリゴの業界団体との連携により、

当該規格文書の作成についての検討に加わった。デジタ

ル PCR 法を用いてバイオ医薬品に含まれるウイルス様

配列や宿主由来残留 DNA を高精度・高感度に検出する

手法の開発を行った。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］核酸標準物質、PCR、DNA、RNA 

 

［テーマ題目24］生体分子解析技術の開発と応用 

［研究代表者］野田 尚宏（バイオアナリティカル研究

グループ） 

［研究担当者］野田 尚宏、陶山 哲志、横田 亜紀子、

松倉 智子、佐々木 章、森田 雅宗 

（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

 核酸と相互作用する核酸関連酵素について遺伝子組換

え技術により、それを取得した。さらに、その機能や活

性等を評価する手法を利用して、様々な微生物が持つタ

ンパク質の特性評価を行った。特に、RNA を切断する

トキシンタンパク質およびトキシンタンパク質の RNA

切断活性を無毒化するアンチトキシンタンパク質に着目

し、それらを発現・精製・取得し、網羅的塩基配列解析

技術と蛍光色素を用いた活性評価系を利用し、機能を評

価した。その結果、新規なトキシン／アンチトキシンタ

ンパク質を取得することに成功するとともに、取得した

タンパク質の基質特異性や活性の有無・強弱などを効率

的に評価することができた。さらに、これらの核酸関連

酵素の機能を阻害する分子のハイスループットスクリー

ニング系の構築を行った。具体的には、w/o エマルショ

ンの系を用いたドロップレットを安定的に大体数のドロ

ップレットを作製する技術を開発した。ドロップレット

内でトキシンタンパク質の活性を評価するための最適条

件を確立することに成功した。さらに、ドロップレット

内において大腸菌等の微生物を培養し、増殖の見られた

ドロップレットのみを選択的かつ効率的に回収・濃縮す

るための技術を開発した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］酵素、RNA、蛍光、ヌクレアーゼ、w/o

エマルション 

 

［テーマ題目25］新規生体分子計測に係る材料、手法、

デバイス研究 

［研究代表者］栗田 僚二（ナノバイオデバイス研究グ

ループ） 

［研究担当者］栗田 僚二、吉岡 恭子、小島 直、 

加藤 大、冨田 峻介 

（常勤職員5名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 近年、遺伝子配列解析装置等の飛躍的な技術革新によ

り、莫大な量の遺伝情報が入手可能になり、現在では様々

な病気の予知や診断、更には遺伝情報に基づいた治療法

の選択（テーラーメイド医療）が可能になりつつある。

また最近では、シトシン塩基のメチル化に代表されるエ

ピジェネティックな遺伝子制御機構の異常が、様々なが

んや代謝疾患、さらにはアルツハイマー病やパーキンソ

ン病などの精神・神経疾患にも関わっていることが示さ

れている。そのため、疾患に関わる遺伝子配列や DNA

のメチル化異常を簡便かつ迅速に高感度で検出する技術

の開発が望まれている。我々は、従来用いられている技

術に有機化学的手法やナノ材料を融合させることで、高

感度な遺伝子検出技術や DNA メチル化の簡便な検出技

術の開発を進めている。遺伝子検出では、遺伝子の配列

情報を生物発光に変換する新しい核酸プローブの開発を

行なっている。生物発光は夾雑物の影響を受けないため、

非常に高感度な遺伝子検出が可能になると期待される。 

 RNA エピジェネティクス計測技術開発に関しては、

前年度に実証したバルジ形成を利用した抗体による修飾

塩基検出法を用いて、大腸菌 RNA 実試料から23S rRNA

特定配列中の N6メチルアデニンの検出を行った。大腸

菌 RNA を制限酵素で断片化することにより、目的 N6

メチルアデニンを含む RNA 断片を DNA プローブによ

り効率的に捕捉し、バルジ構造内の N6メチルアデニン

への抗体の選択的結合により、配列特異的な検出が可能
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であることを示した。 

 抗体のような特異性の高いセンシングとは異なる、交

差反応性を利用した新規バイオセンシング技術を利用し

て、一回のアッセイで簡易に抗体の劣化状態を同定でき

るセンシング法の開発を推進した。「3'末端に蛍光団を

修飾した一本鎖 DNA とナノサイズの酸化グラフェン

（nGO）からなる複合体群」をネイティブ状態や変性状

態の抗体と混合すると、抗体の状態を反映した蛍光フィ

ンガープリントが得られることを見出した。このアプロ

ーチを利用することで、例えば、性質の異なる多様な抗

体の天然・凝集状態の識別や、熱による抗体の複雑な劣

化過程をモニタリングすることに成功した。DNA/nGO

複合体群を用いる本手法は、1回の簡単なアッセイで迅

速に抗体の状態を決定できるため、将来的には抗体産生

における条件スクリーニングなどに資する分析技術とし

ての利用が期待できる。 

 一方、アンバランストマグネトロン（UBM）スパッタ

装置を用いたナノカーボン薄膜電極を作製し、生体・食

品・環境中の化学物質に有用な電極材料開発を行った。

ナノカーボン電極表面のフッ素化条件を最適化すること

により、測定溶液中に妨害物となる親水性ビタミン C が

混在していてもビタミンEのみを高選択的に再現よく定

量することに成功した。また、カーボンと金属の共スパ

ッタにより白金ナノ粒子がドープされたハイブリッド型

カーボン薄膜電極を形成し、土壌中の臭気物質であるジ

ェオスミンの計測を試みたところ、白金ナノ粒子を含む

カーボン膜では、白金電極に比して高い電極触媒活性示

すことを実証した。さらには、これらのナノカーボン薄

膜電極を搭載可能なポータブル計測機器の試作を完成さ

せた。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］DNA、エピジェネティクス、表面プラズ

モン共鳴、イムノアッセイ、電気化学測

定、ナノカーボン薄膜 

 

［テーマ題目26］高性能遺伝子編集ベクターの開発 

［研究代表者］長崎 晃（セルメカニクス研究グループ） 

［研究担当者］長崎 晃（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 遺伝子の機能解析を行うには遺伝子機能を破壊する

Loss-of-Fuction や過剰に発現させるGain-of-Fuction に

よる解析は非常に有用である。特に Loss-of-Fuction に

よる機能解析はその遺伝子の喪失により現れる表現型か

ら、遺伝子機能を推察することが容易である。近年、遺

伝子編集技術の一つである CRISPR-Cas9法が開発され、

哺乳動物細胞等のノックアウト細胞を一般研究室におい

ても容易に得ることが可能となっている。一方で、標的

遺伝子が致死の場合や遺伝子破壊により表現型が明確で

ない場合、既存の CRISPR-Cas9システムではノックア

ウト株の判定や致死の判断が困難であるため、得られた

トランスフォーマットのスクリーング作業が膨大となる。

そこで、より容易に遺伝子破壊株を取得することが可能

となる遺伝子編集ベクターの開発を試みる。 

 構築する遺伝子編集ベクターは細胞への導入効率を高

めるためCas9と sgRNAの両者の発現ユニットを有する

シングルベクターとし、選択マーカーは蛍光タンパク質

遺伝子を融合した薬剤耐性遺伝子とする。また選択性の

高い薬剤耐性遺伝子を使用することにより、24時間で形

質転換体を確実に濃縮するとともに、蛍光タンパク質を

融合した薬剤耐性タンパク質の蛍光により蛍光顕微鏡下

で容易に形質転換効率が確認できるように設計した。一

方、sgRNA の発現ユニットは、sgRNA 遺伝子をシーム

レスで U6プロモーター下流に挿入させるために Type 

IIs 制限酵素である BsmBI の認識サイトを配し、さらに

天然 crRNA に由来する U6プロモーターの終止配列

（TTTT）は排除した。加えて、短時間で選択が終了す

る高選択性薬剤を使用するため、選択終了後直ちに薬剤

を除去することによってベクターを細胞から脱落させ、

遺伝子編集技術上の懸念であるベクターのゲノムへの挿

入を最小限に防ぐとともに、最終的に得られたクローン

は EGFP-Bsr の蛍光によって、ベクターのゲノムへの挿

入を簡便に判別することも可能である。 

 すでに、本ベクターpGedit の設計と構築および基本技

術に関してほぼ完了しており、本ベクターを使用するこ

とにより、一般的に行われている T7エンドヌクレアーゼ

I による切断アッセイ等をすることなく、スクリーニン

グ作業の軽減が可能であることを確認している。今年度

は細胞骨格を構成するタンパク質群を標的に遺伝子破壊

するとともに、本ベクターの情報を積極的公開すること

で本ベクターの有用性をアピールしていく。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］遺伝子編集、ノックアウト、薬剤耐性遺

伝子、蛍光タンパク質 

 

［テーマ題目27］1細胞ナノマニピュレーション技術の開

発と細胞間相互作用計測への応用 

［研究代表者］金 賢徹（セルメカニクス研究グループ） 

［研究担当者］金 賢徹、中村 史、山岸 彩奈、 

岡田 知子（常勤職員4名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

 原子間力顕微鏡（AFM）はカンチレバー先端の微細な

探針で試料表面を走査し凹凸画像を得る装置であるが、

探針先端が試料表面に接触しているため、探針（に取り

付けた分子）と試料間の結合破断力測定にも応用でき

る。我々は2細胞間の接着力を AFM で測定するために、

細胞と同程度の直径（10-20 µm）を持つお椀形状の金属

製マイクロカップを作製し、AFM カンチレバー先端に

取り付けた「カップチップ」を作製した。このカップチ

ップ凹面窪み部分に基板上の細胞を捕捉して吊り上げ、

別の細胞の上にアプローチすることで2細胞間の接着力
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を簡便かつ定量的に測定する技術を開発した。 

 この方法を用いて、手始めに6種類の異なる表面修飾

が施された基板（金、ニッケル、アミノ基、BSA、テフ

ロン、微細構造付テフロン）に対する細胞接着力を測定

した結果、細胞が最も強く結合する表面（アミノ基）と

結合が弱い表面（微細構造付テフロン）の間では、細胞

接着力に約50倍の差があることが分かるなど、各修飾基

板表面に対する細胞接着力を定量的に計測・比較評価す

ることに成功した。また、各表面に対する接着力強弱の

差を利用し、接着が弱い基板からカップチップで細胞を

吊り上げた後に接着が強い基板にアプローチして細胞を

配置する操作を繰り返すことで、基板上に細胞をパター

ン化配置することに成功した。 

 次に、カップチップを用いて腫瘍微小環境を構成する

細胞間の接着力測定を行った。腫瘍微小環境はがん細胞

を含む様々な細胞で構成されており、特に近年、腫瘍随

伴マクロファージ（TAM）とがん細胞の相互刺激による

がん浸潤・転移促進に注目が集まっている。我々はこの

相互刺激により、細胞間接着力など細胞の機械的特性に

も変化が生じるのではないかと考え、TAM からの分泌

物刺激をがん細胞に供与するモデル系を用いて、この変

化に対する解析を行った。具体的には、マウス TAM 様

マクロファージ（J774.2）を培養した培地上清を乳がん

細胞（FP10SC2）培地中に添加することで、マクロファ

ージ分泌物によるがん細胞への刺激供与モデルとした。

計測の結果、上記刺激供与により①がん細胞弾性率が低

下する、②がん細胞浸潤能が上昇する、③がん細胞間接

着力が上昇することが分かった。①、②については、刺

激によりがん細胞悪性度が向上したように考えられる

が、③については様々な解釈が可能である。我々はこの

解釈について考察する目的で、刺激を与えたがん細胞内

で発現量が上昇する分子の探索を行った結果、細胞接着

に関連するプラコグロビンの発現量が上昇していること

が分かった。プラコグロビン発現量が高いがん細胞はク

ラスターを形成して血液中を循環しやすく、その結果、

転移成立の確率が向上し予後が悪いことが知られている

が、TAM 様マクロファージと乳がん細胞株を用いた我々

のモデル系での結果も、本現象を示唆している可能性が

ある。以上をまとめることで、TAM 様マクロファージ

分泌物の刺激により、がん細胞の悪性度が向上し、かつ

クラスター化した血中循環がん細胞が増加する可能性が

あることが分かった。これらの結果は、2細胞間接着力

の変化を定量的に比較計測できたからこそ得られたもの

であり、カップチップを用いた我々の方法は、細胞の機

械的特性変化の計測とそれに伴う疾患進展メカニズムの

議論を行う際に有用であることを示している。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］細胞操作、細胞接着、AFM、がん細胞、

マクロファージ 

 

［テーマ題目28］機能分子の細胞内導入および細胞内機

能分子操作技術の開発と応用 

［研究代表者］藤田 聡史（細胞マイクロシステム研究

グループ） 

［研究担当者］藤田 聡史、川崎 一則、細川 千絵、

戸井田 力（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 本年度は創薬開発支援ツールとして、従来から開発を

行ってきた「細胞マイクロアレイ」技術の拡張を進め、

低分子化合物や酵素のマイクロアレイ化技術の開発を進

めた。酵素を長期間安定に基板面に固相化し、固相面か

ら細胞内に酵素を導入し、酵素が細胞に与える作用を評

価するマイクロアレイの開発を進めた。4種以上の異な

る性質を持つタンパク質について固相基板面から細胞に

導入し、細胞内で機能させる事に成功した。また、浮遊

細胞をハイドロゲルで固定した浮遊細胞マイクロアレイ

を開発し低分子化合物の機能評価を行った。また、集光

レーザーを用いた細胞操作手法として、光ピンセットを

用いた細胞内分子制御、およびレーザー細胞刺激技術の

開発に取り組んだ。神経細胞シナプス部位に局在する神

経伝達物質受容体を対象として、量子ドットで標識した

受容体分子の光捕捉について検討した。蛍光相関分光解

析と一粒子追跡により細胞表面分子の並進拡散運動を評

価し、光捕捉時に分子運動が遅くなることを示した。さ

らに、薬理実験や神経電位計測を行い、フェムト秒レー

ザー照射に伴い細胞外溶液が細胞内に流入する一連の機

構について考察した。 

 本技術開発に用いる細胞膜、人工膜や分子集合体の水

中における微細構造の解析のために、急速凍結レプリカ

法による透過電子顕微鏡技術の開発を実施した。構造体

の温度変化の解析を可能にするために、メタル・コンタ

クト法の急速凍結装置に対して試料環境温度を制御する

改良を加えて、試料の微細構造の温度依存性を調査する

試験を実施した。温度依存的に粘性が変化する両親媒性

分子（アミドアミンオキシド界面活性剤）の水溶液を用

いて、転移温度の高温側と低温側のそれぞれで試料を急

速凍結し、凍結割断レプリカを作製した後に、電子顕微

鏡観察を行った。転移温度の低温側では直径が数ナノメ

ートルの特徴的な繊維構造（ナノファイバー）が密に存

在する様子が観察され、両親媒性分子が繊維状のミセル

を形成することが確認された。一方、転移温度の高温側

では観察される繊維構造の頻度が明らかに低かった。こ

の結果、温度条件によって変化する細胞膜、人工膜や分

子集合体の物性と微細構造の相関を評価する技術を整備

することができた。 

  さらにアポトーシス細胞を模倣したマクロファージ

指向性・抗炎症性を兼備するホスファチジルセリンリポ

ソーム（PSL）を用いた炎症性疾患治療、組織再生への

応用に取り組んだ。マウス床ずれモデルへの PSL 投与に

より、床ずれの初期サイズの縮小および治療期間の短縮
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に成功した。プロテイン G 修飾により炎症組織指向性を

向上させた修飾型 PSL は、自己免疫性心筋炎の特徴であ

る、炎症、心肥大、線維化の抑制が可能であった。また、

炎症制御による骨再生の促進を目的に、PSL を表面に積

層させたチタン性インプラントを開発した。修飾チタン

上で、組織修復性マクロファージが誘導できることを明

らかにした。さらに、骨欠損モデルに埋植すると、チタ

ン周囲で骨再生を促進することに成功した。一方、マク

ロファージ由来の炎症メディエータが平滑筋細胞の石灰

化を促進することを明らかにし、血管石灰化 in vitro モ

デル開発に必要な基礎データを得た。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］細胞遺伝子操作、光ピンセット、電子顕

微鏡、DDS、再生医療 

 

［テーマ題目29］生体メカニズム解明と新規バイオマー

カーおよび新型抗体の開発 

［研究代表者］七里 元督（細胞・生体医工学研究グル

ープ） 

［研究担当者］七里 元督、髙田 英昭、赤澤 陽子、

上野 豊、中村 真理、添田 喜治、 

田村 繁治、鈴木 理 

（常勤職員8名、他12名） 

［研 究 内 容］ 

 生体の機能を制御するメカニズムに関する基礎的研究

を実施し、疾患の診断に有用なバイオマーカー探索また

新たな治療戦略に資する下記の基礎研究・応用研究を実

施している。 

1）脂質酸化マーカーを指標とした客観的精神疲労評価

手法の確立と精神的健康の増進について研究開発を行

うとともに、各種疾患におけるバイオマーカーの有用

性をヒト臨床検体やモデル動物の組織サンプルを用い

て検討した。既に当グループでは、マウスにストレス

を負荷することで脂質酸化酵素を介した酸化反応によ

ってアラキドン酸酸化物が著増することを確認してい

る。前年度までにストレスに伴う不安や興奮に関連す

る脳内ノルアドレナリンの変動を解析していたが、平

成29年度はストレスを緩和する方向に作用するセロ

トニン系に関しての解析を実施した。その結果、スト

レス負荷によって大脳皮質内のセロトニン代謝物

（5-HIAA）の含有量が増加することを確認した。こ

れはシナプスでセロトニンの放出が亢進していること

を示す。一方、ストレス負荷をしてもアラキドン酸酸

化物が生成されない脂質酸化酵素欠損マウスの大脳皮

質においても5-HIAA の含有量は増加していた。また、

アラキドン酸酸化物レセプター阻害剤の投与実験にお

いても、本阻害剤はストレスに伴うセロトニンの放出

には影響していなかった。以上の結果から、ストレス

によって増加するアラキドン酸酸化物はノルアドレナ

リンの放出を誘導するが、セロトニン系には影響しな

いことを明らかとした。 

2）細胞内で複数のゲノム DNA 配列を可視化し染色体凝

縮時の DNA の時空間的挙動を明らかにし、染色体凝

縮メカニズムを解明することを目指している。平成29

年 度 は ゲ ノ ム 編 集 に 活 用 さ れ る 手 法 で あ る

CRISPR/dCas9を利用して、標的 DNA の動態を観測

するための基盤技術の開発に取り組んだ。リピート配

列であるテロメアとセントロメアを標的とする gRNA

を作製し、培養細胞に導入し観察したところ、標的配

列のシグナルを細胞内で検出することが可能であった。

また、細胞をスライドガラス上に展開し、FISH を行

ったところ、予想通り標的シグナルが染色体のテロメ

アとセントロメアから検出されていることが確認でき

た。しかしながら、2種類の蛍光タンパク質を用いた

多色イメージングは成功には至らず、今後、他の RNA

結合蛋白質や他種族由来のdCas9を利用するなどして

多色イメージングを試みる方針となった。また、染色

体の動原体構造に2価陽イオンの一つであるカルシウ

ムイオンが関与することを明らかにした。カルシウム

イオンがセントロメア構造に与える影響をより詳細を

解析するために、上述のイメージングシステムと超解

像度顕微鏡法を組み合わせた解析を次年度以降に実施

する予定である。 

3）バイオマーカーの実用化、分子標的治療に資する新

型抗体の開発を実施している。特にシングルドメイン

抗体（VHH 抗体）を利用し、抗体-薬物複合体の作製

に必要な基盤的技術の確立を目指している。この目的

のため、まず公知である抗上皮成長因子受容体

（EGFR）-VHH 抗体および当グループで独自に取得

した VHH 抗体を用いて、付加される物質の種類・サ

イズによる VHH 抗体の機能や物性への影響の評価を

行っている。平成29年度は VHH 抗体種と複合体形成

による抗原親和性への影響を検討するため、新たな

VHH 抗体の取得を目的として、抗原タンパク質を調

製し抗原免疫とスクリーニングを実施した。その結果、

11種の VHH 抗体配列を新たに獲得した。これらの

VHH 抗体を大腸菌で作製し、抗原親和性の評価と付

加体（低分子化合物や核酸）の作製を実施している。

VHH 抗体の標的部位への1分子の付加が可能となっ

たが、付加物質よる抗体機能への影響改善が今後の課

題となった。 

4）分子動態のシミュレーション解析技術を応用し、ロ

ボットの革新的なアクチュエーション技術を目指した

分子人工筋肉に関する解析技術の開発を実施した。超

分子構造の分子モデリングソフトウェア開発の設計を

進め、プロトタイプの開発を行った。分子人工筋肉の

部品となるタンパク質分子のポリゴンモデルを利用し

て、分子集合体のフィラメントを複数配置した超分子

モデルのファイルを定義し、3次元表示プログラムを

開発した。さらに汎用ソフトウェアを用いキネシン、
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チューブリン、アクチンおよびミオシン等のフィラメ

ントによるサルコメア構造の動作モデルを作成した。

また、分子人工筋肉の機能改良に有力な生体膜構造に

関連する脂質二重層膜の小胞やエネルギー供給酵素

ATPase のモデルも利用可能なスクリプトに応用展開

した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］バイオマーカー、脂質酸化物、染色体凝

集、超解像度顕微鏡法、シングルドメイ

ン抗体 

 

［テーマ題目30］ヒトを対象とした聴覚、色覚に関する

医工学研究 

［研究代表者］七里 元督（細胞・生体医工学研究グル

ープ） 

［研究担当者］七里 元督、添田 喜治、田村 繁治、

髙田 英昭、赤澤 陽子、上野 豊、 

中村 真理、鈴木 理 

（常勤職員8名、他12名） 

［研 究 内 容］ 

 脳機能に立脚した聴覚および色覚のメカニズムの解明

と、音質、色覚の心理・生理評価に関して以下の技術開

発を行っている。 

1）居住空間内で日常的に知覚される音に着目し、加工

を施すことによる高付加価値な音創りに取り組んでい

る。ヒトの感性に影響する覚醒度、快不快度を考慮し

たサウンドデザインに関する基礎的な研究として、鳥

類、虫類の鳴き声の調査を実施した。18種類の鳥の鳴

き声，16種類の虫の鳴き声について被験者実験を実施

したところ、被験者に目立つと判断される鳥類、虫類

を同定するに至った。さらに複数音源存在下で目立つ

音源を調べるため，複数音源存在下で，注意が脳活動

に及ぼす影響を脳磁界反応を用いて調べた。結果とし

て θ（4-8 Hz）帯域において、ウグイスの鳴き声の聴

取時のパワーが大きい傾向が見られた。また、騒音下

で目立つ鳥類、虫類の鳴き声の探索を行った。背景騒

音として，Hoth スペクトル型ノイズ，鉄道駅構内騒

音、自動車内騒音を用いて検討した。鳥類では、等音

圧レベル条件ではカケス，ウグイスが多くの被験者に

目立つと判断され、等ラウドネス条件ではウグイスが

多くの被験者に目立つと判断された。一方、虫類では、

等音圧レベル条件ではツクツクボウシ、ミンミンゼミ、

ヒグラシが比較的多くの被験者に目立つと判断され、

等ラウドネス条件では個人差が大きい結果となった。

暗騒音有無の両条件において、鳥の鳴き声に関しては、

ウグイスが比較的目立つことが分かった。虫の鳴き声

に関しては、個人差が大きい結果となった。個人差が

大きいことから、個人の顕著性と音響特徴量の関係を

調べることで顕著性に影響を及ぼす音響特徴量を明ら

かになると考えられた。 

2）スピーカー音源付近の加圧によって音声明瞭度が向

上される現象の解明に取り組んだ。 

 29年度は前年度よりスピーカーの振動を効果的に

加えるための改良を加えた3種類のスピーカーの試作

を行った。5種類の音楽を出力し、自己相関関数解析

を行い、平均レベル・最大ピーク振幅・遅れ時間・有

効継続時間・初期振幅幅の算出を行った。結果として

初期の反射音が増加することによって明瞭度が改善さ

れることが示された。またエンクロージャの形状によ

って、音圧レベルと明瞭度の増加が可能であることが

示され、これまでの板厚や圧力に加えて、エンクロー

ジャの形状を工夫し、個々の効果を最大化することに

よって、より音圧レベルや音声明瞭度の改善効果を高

めることが可能であることが明らかとなった。 

3）色覚に障がいを持つ方が正しい色情報を認識するこ

とを可能とするための、色覚バリアフリー照明の高性

能化と試作に関する研究を実施した。色覚に障害を有

する方は日本人の320万人に上るとされている。平成

29年度は、色覚バリアフリー照明のスペクトルをシミ

ュレータによる模擬実験および被験者実験を行った。

人間工学的な実験として、照明スペクトルの効果を網

羅的に調べると共に、P 型（1型）色覚者に対する効果、

D 型（2型）色覚者との違いに関して理論的考察を行

った。観察対象として色覚検査の世界標準である石原

式色覚検査表と SPP-1先天性色覚検査表の15枚を使

用した。光源として、10 cm 角の場所に10×10（合計

100個）の LED を配置したものを使用し、7種類の波

長（450, 470, 525, 590, 605, 630 and 660 nm）にお

いて検討した。その結果、色覚障がい者の色覚検査表

に対する誤答率を低下させるためには赤色光の照射が

必要であること、D 型（2型）色覚者と比較して P 型

（1型）色覚者の方がその傾向が大きいことが明らか

となった。しかし、赤色光のみの照射では色が赤色に

偏り、一般色覚者にも見にくいため光源の色調、波長

にはさらなる工夫が必要であることが分かった。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］音響特徴量、脳磁界反応、色覚障害、色

覚バリアフリー、照明スペクトル、バリ

アフリー照明 

 

④【健康工学研究部門】 

（Health Research Institute） 

（存続期間：2015.4.1～） 

 

研究部門長：達 吉郎 

副研究部門長：鎮西 清行、大家 利彦 

総括研究主幹：黒澤 茂、茂里 康 

 

所在地：四国センター、つくばセンター 

人 員：47名（47名） 
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経 費：619,546千円（238,678千円） 

概 要： 

 ライフイノベーションと地域産業競争力強化への貢

献をミッションとし、「医療基盤・ヘルスケア技術の開

発」の研究課題を担う。 

 健康工学研究部門では、持続可能な社会の中で健康

かつ安全・安心で質の高い生活の実現を目指し、生体

工学、生物学、材料化学、物理学、などの知識や知見

を結集・融合することによって人間や生活環境につい

ての科学的理解を深め、それに基づいて、人と適合性

の高い製品や生活環境を創出するための研究開発を行

う。 

 具体的には、医療基盤・ヘルスケア技術の開発のう

ち、1）医療機器の高度化とレギュラトリーサイエン

ス、2）健康状態の可視化、3）生活環境における健康

増進、を研究開発の柱とする。大学や産業界とも連携

し、基礎研究から橋渡し研究を進め、健康工学研究領

域の確立、並びに21世紀における新たな健康関連産業

創出に貢献することを目指す。 

また、本研究部門は、四国、つくばに研究開発拠点を

置き、地域の健康関連産業の活性化への貢献を着実に

推進することも任務とする。 

-------------------------------------------------- 

内部資金： 

戦略 

「オンチップ PCR 搭載型マラリア診断装置開発」 

 

外部資金： 

経済産業省 

平成29年度化学物質安全対策「発光レポーターを導入し

たマウス初代肝細胞を用いた in vitro 肝毒性試験法開発

に関する調査」 

 

経済産業省 

平成29年度省エネ型電子デバイス材料の評価技術の開

発事業「リアルタイム発光測定による細胞内シグナル伝

達動的変化の定量化及び毒性発現メカニズムの解析」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 

戦略的創造研究推進事業（CREST） 

「細胞チップ MS システムを用いた1細胞マルチ分子フ

ェノタイピング」 

 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構 

医療分野研究成果展開事業 平成29年度産学連携医療

イノベーション創出プログラム（ACT-MS） 

「う蝕、歯周病、誤嚥性肺炎を予防する次世代歯質接着

材料の開発と非臨床における有効性評価」 

 

公益財団法人ちゅうごく産業創造センター 

中小企業経営支援等対策費補助金（戦略的基盤技術高度

化支援事業） 

「医療・介護用サポーター等に持続的な抗菌効果を付加

するための再生リチャージ可能な抗菌繊維の開発」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「次世代人工知能・ロボット中核技術開発／次世代人工

知能技術分野／熟練スキルを搭載した知能ロボットの研

究開発」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 

革新的研究開発推進プログラム（ImPACT） 

「バイオニックヒューマノイド評価法の標準化」 

 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構 

「未来医療を実現する医療機器・システム研究開発事業 

医療機器等に関する開発ガイドライン（手引き）策定事

業」 

 

佐賀県産業労働部ものづくり産業課 

平成29年度佐賀県リーディング企業創出支援事業 

「九州シンクロトロン光研究センターでの高精度 LIGA

プロセスによる X 線格子デバイスの開発」 

 

埼玉県    

埼玉県産学連携研究開発プロジェクト補助金 

「シリコーンゴム（PDMS）親水性化表面修飾法の開発」 

 

国立大学法人筑波大学 

平成29年度医療研究開発推進事業費補助金（橋渡し研究

戦略的推進プログラム）「オープンイノベーションの推

進により世界のつくばから医療の未来を加速開拓する事

業」シーズ C 

「高齢者の粗鬆症骨にも対応可能な整形外科インプラン

トの開発－コンビネーション医療機器：アパタイト FGF

－2コーティングデバイス－」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 B） 

「マイクロ RNA 機能のダイナミズム可視化システムの

開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 C）研究分担 

「3次元画像解析とプロジェクションマッピングを用い

た乳房再建手術支援システムの開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（挑戦的萌芽研究）研究分担 

「接着界面の劣化を検知して殺菌剤と再生誘導物質を徐
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放するインテリジェント材料の創製」 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（研究活動スタート支援） 

「動脈硬化の中赤外レーザー治療における病変選択性の

最大化に向けた切削機序の解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 C） 

「インペラに作用する力の釣り合いを利用した動圧浮上

遠心血液ポンプの開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 C） 

「ネッタイツメガエル皮膚ペプチドを用いたスキンケア

素材への可能性追求」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 C） 

「高集積型細胞チップを用いたオンチップがん診断デバ

イスの開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 C） 

「異構造光トラップ場を用いた非接触3次元マイクロ操

作の高機能化と汎用化の研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 C） 

「多種の脳内神経伝達物質を同時検出するための蛍光プ

ローブの創製と医療診断への展開」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 C） 

「トリパノソーマにおける Ca2+シグナリングの分子基

盤の解明と創薬への応用」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 C） 

「生体組織のマルチモダリティ音速分布画像化法の開

発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 C） 

「多波長光イメージングによる3次元血流情報の獲得と

循環器系デバイス定量評価への応用」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 C） 

「仮像形成相転移を利用したエナメル質類似組織の構

築」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 C） 

「超高感度・簡便・迅速な診断を目指した紙・フィルム・

テープで作る分析チップ」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 C） 

「高付加価値放射線治療を実現する金ナノ粒子増感剤の

開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 C） 

「再石灰化促進作用を有する高機能性フィラーの開発と

歯科材料への応用」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（挑戦的萌芽研究） 

「メカニカルストレスによる血液凝固反応抑制メカニズ

ムの粘弾性学的定量評価」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（若手研究 B） 

「緑内障における酸化ストレス関与の科学的解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 A） 

「非アルコール性肝障害の発症機序解明および早期診断

法の確立と予防法の提案」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 B（海外学術調査）） 

「マラリア高度流行地における独自開発デバイスを用い

た無症候感染者の診断法の確立」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 C） 

「がん抗原特異的抗腫瘍免疫の増強と免疫抑制の是正を

同時に実現するがんワクチンの開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（若手研究 B） 

「糖尿病発症時の膵β細胞に発現するグルタミン酸受容

体活性化シグナルの解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（若手研究 B） 

「胎児期低栄養による骨形成不良と2型糖尿病発症の関

連性の解明」 
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独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 C） 

「アレルギー疾患対策に資する浮遊病原体モニタリング

法の確立と住環境評価への展開」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（若手研究 B） 

「超音波治療における生体の3次元変動追従型治療領域

検出システムの開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（研究活動スタート支援） 

「センサー細胞を用いた単一細胞の分泌評価システムの

開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（若手研究 B） 

「止血・骨再建を一挙に可能にする炭酸アパタイト系骨

セメントの創生」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 S）研究分担 

「高分解能原子間力顕微鏡・分光法による生体分子間認

識・相互作用力の直接可視化」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 A）研究分担 

「光・超音波の統合及び光の位相空間制御による高機能

光音響イメージングシステムの開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 A）研究分担 

「マイクロ波プロセス・トモグラフィー法による血流内

微小血栓モニタリング法の確立」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 B）研究分担 

「低電圧高出力な半球殻状超音波トランスデューサの開

発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 B）研究分担 

「DNA 損傷と細胞死応答に基づく「がん陽子線・複合

免疫療法」の開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 B）研究分担 

「医療技能の技術化・デジタル化で実現する超音波診

断・治療統合システムの超高精度化」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 B） 

「脳腫瘍のレーザー治療を確立するための脳光温熱生体

数値シミュレーションモデルの開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 C）研究分担 

「小児用および部分補助用軸流補助人工心臓の開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 C）研究分担 

「パルスジェットメスを用いた軟性内視鏡下下垂体病変

摘出法の開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 C）研究分担 

「アピオスの潜在的機能の活用とその可能性の検索」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 C）研究分担 

「音響放射力インパルスが肺およびその周囲組織に及ぼ

す影響」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 C）研究分担 

「難治性潰瘍手術ナビゲーションのための下肢末端血流

動態画像解析・投影システムの開発」 

 

埼玉県 

埼玉県産学連携研究開発プロジェクト補助金 

「超音波治療用モジュール化トランスデューサーの開

発」 

 

公益財団法人滋賀県産業支援プラザ 

中小企業経営支援等対策費補助金（戦略的基盤技術高度

化支援事業） 

「骨格構造に最適な大腿骨骨折治療用 BHA 人工股関節

システムの開発および実用化」 

 

静岡県 

平成29年度先端企業育成プロジェクト推進事業「国産技

術による高齢者大腿骨骨折治療用インプラントの製品

化」 

 

経済産業省 

平成29年度工業標準化推進事業委託費（戦略的国際標準

化加速事業：政府戦略分野に係る国際標準開発活動）「手

術ロボットに関する国際標準化」 

 

経済産業省 
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平成29年度工業標準化推進事業委託費（戦略的国際標準

化加速事業：政府戦略分野に係る国際標準開発活動）「再

生医療製品の製造に対して有効なフレキシブルモジュラ

ープラットフォームの要となる無菌接続インターフェー

スに関する国際標準化」 

 

経済産業省 

平成29年度工業標準化推進事業委託費（戦略的国際標準

化加速事業：政府戦略分野に係る国際標準開発活動）「発

光株化培養細胞の保存管理法に関する国際標準化」 

 

発 表：誌上発表98件、口頭発表186件、その他29件 

--------------------------------------------------------------------------- 

セラノスティックデバイス研究グループ 

（Theranostic Device Research Group） 

研究グループ長：小関 義彦 

（つくば東） 

概 要： 

 診断と治療を融合する次世代の医療機器＝セラノス

ティックデバイスの技術開発と、それを迅速に社会に

普及させるための評価体系＝レギュラトリーサイエン

スを創出する事を目標とする。 

 超音波を応用する診断治療機器技術に関しては、マ

ルチフェーズの集束超音波機器のコア技術としてアン

プ一体型モジュール型超音波トランスデューサーの試

作を進めた。エネルギー効率の高いダイレクトドライ

ブ型のトランスデューサーを試作した。 

 金ナノ粒子による放射線治療増感技術として、難治

性がんの放射線治療に高い効果が期待される金ナノ粒

子内包リポソームによる標的型放射線増感剤の開発を

進めた。昨年度に開発した増感剤について、in Vitro

でがん細胞への特異的集積と増感効果の亢進を確認し

た。 

研究テーマ：テーマ題目1 

 

人工臓器研究グループ 

（Artificial Organ Research Group） 

研究グループ長：丸山 修 

（つくば東） 

概 要： 

 生体適合性の高い医療材料や医療機器の開発につい

ては、動圧浮上遠心血液ポンプの製品化を特に重視し

て開発を進めた。動圧浮上遠心血液ポンプについては、

製品化に向けて企業と連携し、ポンプ形状を最適化す

ることで、非接触駆動を実現するとともに、市販ポン

プと比べて溶血特性を改善することができた。ポンプ

内で生じるせん断応力の大きさに基づいて、血液凝固

第Ⅴ因子活性の低下、およびフォン・ビルブランド因

子高分子マルチマーが分解されることにより、血液凝

固反応は抑制され、すなわち出血傾向となることが定

量的に明らかとなった。動圧浮上遠心血液ポンプ軸受

部におけるヒト全血プラズマスキミング現象を発見し

た。また、市販遠心血液ポンプ用血栓検出光センサの

製品化研究を開始し、製品プロトタイプ開発に着手し

た。完成次第、臨床研究を開始する予定である。さら

に、実用化した遠心式体外循環用血液ポンプにさらな

る長期信頼性を付与するための検討を進め、羽根出口

角が小さくなると、羽根離昇特性や溶血特性が向上す

る一方で抗血栓性は低下し、羽根出口面積が大きくな

ると、揚程流量特性、羽根離昇特性、溶血特性および

抗血栓性が向上することを数値流体力学解析により確

認した。内視鏡手術手技習得過程における空間認識能

力の影響を実験的に計測した。初心者の経鼻内視鏡下

での切開手技の成績は、空間認識能力テスト結果が悪

い群でも学習開始直後に有意に成績が向上した。これ

は内視鏡が固定され視野空間の変換が一定で、早期に

学習できたためと考えられる。より高度な空間認識能

力が要求される、手持ち内視鏡条件での実験が望まれ

る。 

研究テーマ：テーマ題目1 

 

生体材料研究グループ 

（Biomaterials Research Group） 

研究グループ長：伊藤 敦夫 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 組織再生を促進するシグナル物質を担持した整形外

科用インプラント材料の開発・臨床橋渡し研究を行う。

がん免疫療法に用いるための高機能免疫賦活剤を開発

し、in vitro・in vivo 安全性、有効性試験、メカニズ

ム解明を行う。 

 幹細胞を利用した再生医療の実用化研究、細胞培養

加工システムの最適化研究、再生医療等製品の開発促

進に資する開発ガイドライン策定業務において、再生

医療産業化・普及化に資する研究開発ならびに国際標

準化活動を実施する。 

 医薬品であり、生体材料分野にも適応が期待される

各種タンパク質を、迅速且つ低欠陥で結晶化させるた

めに必要なメカニズム、特に特定の結晶化剤でしか結

晶化しない理由の解明を行う。人体硬組織、特に歯エ

ナメル質の再生を指向して、エナメルたんぱく質分解

生成物の人工エナメル質構造に及ぼす影響を解明する。

また骨伝導性の高いリン酸八カルシウムを、セラミッ

ク人工骨材料上にコーティングして複合体を作製する

技術を開発する。 

 高生体適合性 Ti 合金等の製品の耐久性と素材特性

の関係の検討、人工膝関節摺動部の摩耗特性と超高分

子量ポリエチレンの酸化劣化に関する評価方法の検討

等を実施する。レーザ積層造形技術等を中心に、患者

個々の骨格構造及び症例に最適な脊椎インプラントを
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開発する際に必要となる工学的・力学的評価の考え方、

必要となる評価項目の検討、試験方法、推奨項目など

に関してガイドライン案の取り纏めを行う。 

研究テーマ：テーマ題目1 

 

界面・材料研究グループ 

（Interface Material Research Group） 

研究グループ長：田中 睦生 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 様々な知見や社会的ニーズに立脚した有機機能性材

料開発について研究を展開する。分子レベルでの構

造・機能解析を実施し、これら材料が目的とする機能

を発揮するように分子設計や分子集合体構造設計に反

映させることによって、目的とする有機機能性材料の

開発を行う。特に界面や生体機能に関する一連の基盤

研究を統合的に展開し、センシング素子、選択的透過

膜、分子プローブ、脂質等の機能性有機材料設計・合

成技術の確立､さらには実用化を目指した応用技術の

確立を目標とする。以上の概念に基づき様々な材料の

設計・合成を行い、その機能や構造を検討した結果、

バイオセンシング界面構築に用いる表面修飾材料、生

体内に存在する糖、ドーパミン、ホルモン等を可視化

できる分子プローブ、機能性脂質の合成法や核酸の新

規合成法確立などの成果を得ることができた。さらに

は、今までに蓄積した有機化合物合成技術を応用展開

して、電池や半導体に用いる有機材料各種の合成法に

関する成果も得ることができた。 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目2 

 

生体ナノ計測研究グループ 

（Nano-bioanalysis Research Group） 

研究グループ長：山村 昌平 

（四国センター） 

概 要： 

 当研究グループでは、健康状態を可視化するバイオ

センシング技術の産業技術化を目指して、高感度生体

分子検出、バイオチップ、1細胞解析技術などを中心

に、基礎から応用まで幅広い研究開発を進めている。

これらの研究、技術開発を極めつつ、分子や細胞など

を対象とした簡易、迅速、高精度、高感度な分析、診

断技術の研究開発を深化させ、目的基礎研究と産業界

への橋渡しを推進する。 

 高感度生体分子検出の開発としては、高度光技術や

ナノテクノロジーなどを用いた1分子計測技術を目指

し、表面増強ラマン散乱（SERS）の発現機構解明と

その実証研究を行った。また SERS の高感度生体分子

計測への応用展開も進めている。バイオチップの開発

としては、紙、フィルム、テープを用いたマイクロ流

体チップの設計作製を行い、周辺部分も含めた検出系

も構築した。また食品、美容関連などの企業と連携し、

実用化研究も進めている。1細胞解析技術の開発とし

ては、細胞内外の生体分子認識プローブ、高性能な光

ピンセット技術、および細胞チップの開発を推進して

いる。細胞チップの開発は、大学、企業とともに

CREST 研究を産学官連携で進めている。特に当研究

グループでは、細胞チップを用いた1細胞の分離、特

性評価、回収が可能なシステムの開発を実施した。将

来的には、1細胞の質量分析系の構築を目標に細胞チ

ップ MS システムの開発を目指している。 

研究テーマ：テーマ題目2 

 

バイオマーカー診断研究グループ 

（Biomarker Analysis Research Group） 

研究グループ長：片岡 正俊 

（四国センター） 

概 要： 

 マイクロ化学チップを中心としたバイオナノデバイ

スを用いて、感染症や生活習慣病を対象に発症前診断

が可能なデバイス開発を行っている。細胞チップを基

盤技術とするマラリア診断チップおよび循環がん細胞

診断チップを開発している。診断デバイスの製品化に

向けて、企業との共同研究を進めるとともにマラリア

診断ではアフリカをはじめとする流行域でのフィール

ドテストを進めており、さらに循環がん細胞検出系の

構築ではがん患者血液を用いて高感度かつ正確な標的

細胞の検出系の構築と一細胞レベルでのがん細胞機能

解析を進めている。さらに糖尿病など生活習慣病の早

期診断実現に向けた各種マーカー検出、さらには脂肪

細胞を標的とするリポソームを応用した疾患関連細胞

検出法等の構築を進める。 

研究テーマ：テーマ題目2 

 

生活環境制御研究グループ 

（Health Environment Control Research Group） 

研究グループ長：槇田 洋二 

（四国センター） 

概 要： 

 食品や水、身の回りの物質のリスクと機能性を評

価・制御することは、人々が健康な生活を営む上で重

要である。当グループでは、無機系吸着剤の細孔制御

技術や抗菌成分の徐放技術を活用し、身の回りの微量

でも有害なイオンや微生物を低減するための技術開発

を行う。有害性が疑われるナノサイズの物質について

は、現在、信頼性のある生体影響評価技術が確立して

いないため、汎用的かつ信頼性の高い細胞評価系の構

築を目指す。また、全国各地の特産物や加工食品に含

まれる成分の機能性を評価するとともに、産総研四国

センターが事務局を務める「食品分析フォーラム」の

活動に協力し、機能性成分の標準定量分析法を確立す



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(117) 

る。 

 H29年度は、抗菌繊維の開発、廃水中リン除去技術

の開発、二酸化チタン、針状炭酸カルシウムおよび多

層カーボンナノチューブの細胞影響評価、食品から得

られた機能性分子の生物学的活性の検討、緑藻類スジ

アオノリからのベータカロテンの分析法のプロトコー

ルの改良を行った。 

研究テーマ：テーマ題目3 

 

細胞光シグナル研究グループ 

（Cellular Imaging Research Group） 

研究グループ長：中島 芳浩 

（四国センター） 
概 要：  

 生体リズムや免疫応答などの生体メカニズムを、独

自に開発した発光レポーター技術を用いて可視化・解

析するとともに、高機能化した有用タンパク質、ある

いは食品機能性成分により生体機能を制御するための

技術開発を行う。 

 具体的には、以下の4つの主要テーマを推進してい

る。①生物発光技術を活用した細胞機能の可視化・検

出システムの基盤技術開発、②発光レポーター導入細

胞を用いたセルベースアッセイシステムの構築、およ

び化学物質毒性評価システム開発、③細胞および動物

を用いた食品成分の機能性および疾病抑制効果の解析、

④ナノ・マイクロソーティング技術を活用したナノ・

マイクロ流体チップおよび装置開発。 

研究テーマ：テーマ題目3 

--------------------------------------------------------------------------- 

［テーマ題目1］医療機器の高度化とレギュラトリーサイ

エンス 

［研究代表者］鎮西 清行（健康工学研究部門） 

［研究担当者］健康工学研究部門 

鎮西 清行、黒澤 茂 

（常勤職員2名） 

セラノスティックデバイス研究グループ

小関 義彦、高木 亮、永田 可彦、 

新田 尚隆、橋村 圭亮、三澤 雅樹、

葭仲 潔、鷲尾 利克 

（常勤職員8名、他11名） 

人工臓器研究グループ 

丸山 修、小阪 亮、迫田 大輔、 

西田 正浩、山下 樹里 

（常勤職員5名、他5名） 

生体材料研究グループ 

伊藤 敦夫、岡崎 義光、小沼 一雄、 

十河 友、廣瀬 志弘、安永 茉由、 

王 秀鵬（常勤職員7名、他2名） 

界面・材料研究グループ 

田中 睦生、澤口 隆博、鈴木 祥夫、

平田 芳樹（常勤職員4名、他2名） 

（※アンダーラインは主参画グループ） 

［研 究 内 容］ 

 本課題では医療機器等に関する挑戦的な技術開発と、

その品質・有効性・安全性等に関する評価技術の研究開

発と標準化・ガイドライン化を同時進行的に行ない、臨

床成果（あるいはそれと同等のインパクトを持つ成果）

を得る。この分野での企業橋渡しでは、「臨床成果で注目

を集めること」が重要となっており、逆に企業共同研究

に結びつけるには臨床成果を得るところまで国予算や自

己資金で実施する必要がある。本重点課題は挑戦的なテ

ーマを中心に開発ラグを短縮して圧倒的な早期実用化を

可能とする、ベンチからベッド、企業への橋渡しまでの

一貫した研究開発に繋げることを目指す。 

 平成29年度は、以下の成果を得た。 

1）集束超音波機器のコア技術としてモジュール型超音

波トランスデューサーの試作を進めた。エネルギー効

率の高いダイレクトドライブ型のトランスデューサー

を試作した。 

2）高せん断応力を負荷できる新型せん断負荷装置を製

作し、ヒト血液にせん断応力を負荷した。その結果、

せん断応力の増加に伴って、フォン・ビルブランド因

子高分子マルチマー分解量が増加し、血液型ではなく、

検体の個体差によって分解量が大きく異なることがわ

かった。この個体差に基づく分解量の違いが、人工心

臓装着患者の出血合併症発症の有無につながるものと

予想された。 

3）ケイ素を固溶した水酸アパタイトナノ粒子のアジュ

バントとしての性能を評価した。その結果、ケイ素を

水酸アパタイトに固溶させることにより、樹状細胞に

よる取込みと成熟、及び細胞性免疫サイトカインと体

液性免疫サイトカインの分泌を増強できることを明ら

かにした。 

4）企業等からの要望が高いゴムやプラスチックの表面

修飾法を検討し、親水性化およびタンパク質非特異吸

着抑制が可能である表面修飾材料・表面修飾法を開発

し、その技術を利用したマイクロ流路や細胞培養機器

を試作した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］診断治療デバイス、人工臓器、生体機能

性材料 

 

［テーマ題目2］健康状態の可視化 

［研究代表者］大家 利彦（健康工学研究部門） 

［研究担当者］生体ナノ計測研究グループ 

山村 昌平、田中 芳夫、伊藤 民武 

渕脇 雄介、宮島 久美子、重藤 元 

（常勤職員6名、他2名） 

バイオマーカー診断研究グループ 

片岡 正俊、八代 聖基、田中 正人 
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梶本 和昭、橋本 宗明 

（常勤職員5名、他5名） 

界面・材料研究グループ 

田中 睦生、澤口 隆博、村上 悌一 

鈴木 祥夫、平田 芳樹 

（常勤職員5名、他1名） 

（※アンダーラインは主参画グループ） 

［研 究 内 容］ 

 国民医療費の削減や健康寿命延伸のために、健康状態

や疾患の早期・簡便な評価法が求められているが、アン

メットなものが多い。当部門ではライフサイエンス、ナ

ノテク・材料工学の複合技術をもとに新規なバイオマー

カーの探索とその計測技術を開発してきたが、今期はそ

の橋渡しに必要なプロトタイプ装置の構築を並行して進

めると同時に、上記課題とのシナジーにより、計測機器

から診断機器への本格的な展開を加速させる。平成29年

度はバイオマーカー計測に対する産業界からのニーズ対

応と、計測技術の産業界への橋渡しに向け、検出試薬、

マイクロ流路チップ、測定装置それぞれの基盤技術の高

度化を図った。また、細胞診断関連では対象となる細胞

を一細胞ごとに検出、操作、分析するための基盤技術開

発を行った。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］健康状態、可視化、バイオマーカー 

 

［テーマ題目3］生活環境における健康増進 

［研究代表者］達 吉郎（健康工学研究部門） 

［研究担当者］生活環境制御研究グループ 

槇田 洋二、苑田 晃成、小比賀 秀樹 

堀江 祐範、田部井 陽介 

（常勤職員5名、他6名） 

細胞光シグナル研究グループ 

中島 芳浩、安部 博子、平野 研、 

室富 和俊（常勤職員4名、他4名） 

（※アンダーラインは主参画グループ） 

［研 究 内 容］ 

 健康な生活を営む上で、食品や水、身の周りの物質の

リスクと機能性を評価・制御する技術は、製品の高付加

価値化はもとより、公共性・社会インフラ的な要求も強

い。これまでに、生物学的な評価技術と、化学的な評価・

削減技術を開発してきたが、第四期においては、ナノテ

ク技術などの異分野とも融合・統合的に研究を進めるほ

か、標準化にも取り組み、持続的な事業として橋渡しで

きる技術開発を進める。平成29年度は、抗菌技術の繊維

への応用研究、廃水処理技術、食品中に含まれる機能性

成分の評価、生物発光技術を活用した細胞応答の可視

化・検出システムの基盤技術開発を行った。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］健康リスク、健康因子、発光測定 

 

⑤【生物プロセス研究部門】 

（Bioproduction Research Institute） 

（存続期間：2010.4～） 

 

研究部門長：田村 具博 

副研究部門長：鈴木 馨  

副研究部門長：佐々木 正秀  

首席研究員：深津 武馬 

総括研究主幹：町田 雅之  

 

所在地：北海道センター、つくば中央第6 

人 員：56名（56名） 

経 費：1,235,511千円（579,218千円） 

 

概 要： 

1．ミッション 

○微生物による物質生産技術開発：1）微生物によ

る物質生産技術開発については、新規有用遺伝子

資源探索とその利用技術の開発、微生物間相互作

用の機構解明やシグナル物質の発見・同定・機能

解明を行う。加えて微生物—動物（昆虫等）間共

生に関する基礎的知見を得る。2）微生物の生理

的変化をゲノム科学的解析手法により解析し、物

質生産に結び付ける手法の開発ならびに3）物質

生産プラットフォーム開発による有用物質生産技

術開発を行う。以上を踏まえ生体分子の構造的特

徴、他の機能性物質との相互作用等を勘案し、生

産物の高機能化を目指す。 

○植物による物質生産技術開発：1）植物による物

質生産技術開発では、実用植物における医薬品な

ど有用物質生産技術をさらに展開するために、新

育種技術に分類されているような植物ウイルスベ

クター、エピゲノム技術、ゲノム編集などを実用

作物において利用可能とするための基礎・基盤技

術の開発を行う。2）植物工場およびグリーンケ

ミカル研究所を活用した植物による医薬品等の生

産に加え、薬用植物等の栽培環境制御による有用

物質高効率生産技術の開発を目指す。以上により

事業現場のニーズに即した資源植物や商業作物の

改良のための技術開発を進める。 

2．研究の概要 

1）核酸の2本鎖構造の独自の安定化技術を利用し、

細胞内のマイクロ RNA の効果を、従来技術より

も高効率で制御する新規機能性核酸の開発に成功

した。本技術は、生物の遺伝子発現の新たな調節

技術として活用可能である。 

2）エイズウイルス（HIV）の逆転写酵素を B 型肝

炎ウイルス（HBV）の逆転写酵素に似せて改変す

ることで、B 型肝炎治療薬が結合できる HBV 型

HIV 逆転写酵素を構築した。また、この改変逆転
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写酵素を用いて、抗 HBV 薬が逆転写酵素に作用

した状態での立体構造解析を行い、薬剤作用機序

及び酵素の薬剤耐性獲得機構を明らかにした。  

3）ゾウムシ4種の共生細菌ナルドネラの極小ゲノム

の配列を決定し、アミノ酸の一種であるチロシン

合成に特化し、ゾウムシ外骨格の硬化・着色に関

与することを解明した。共生細菌の新規機能の解

明のみならず、新たな害虫防除法開発のシーズと

して期待される。 

4）多剤耐性菌の出現は医療現場を中心に大きな問

題となっている。本研究では、新規多剤耐性菌か

らユニークな機能をもつ新規酵素を発見した。具

体的には、本酵素が、アシル化ホモセリンラクト

ンと呼ばれるシグナル物質を分解することで細菌

間コミュニケーションを遮断する機能をもつこと

を明らかにした。さらに重要なことに、本酵素は、

ペニシリンを含む多様な抗生物質をも分解し、多

剤耐性にも寄与することを発見した。 

--------------------------------------------------------------------------- 

外部資金： 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 新学術領域研究（研

究領域提案型）「冥王代類似環境微生物」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 新学術領域研究（研

究領域提案型）「エネルギー保存システムの分子進化

で辿る原始生命の機能解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 新学術領域研究（研

究領域提案型）「硫化金属-ペプチド複合体が初期生命

の代謝構築に果たした役割の解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 新学術領域研究（研

究領域提案型）「カビ新規 RiPPs ライブラリ構築と非

天然環状ペプチド創製」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 新学術領域研究（研

究領域提案型）「逆進化ゲノム株と構造遺伝子内発現

調節を用いた生合成リデザイン」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 新学術領域研究（研

究領域提案型）「アリの社会性行動を制御する神経メ

カニズムの解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 新学術領域研究（研

究領域提案型）「昆虫－微生物共生可能性の探索と分

子基盤の解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 新学術領域研究（研

究領域提案型）「植物発生ロジックの多元的開拓」 

・文部科学省 科学研究費補助金 新学術領域研究（研

究領域提案型）「細胞外シグナルと細胞内調節の相互

作用による器官形成ロジックの多元的理解」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 新学術領域研究（研

究領域提案型）「冥王代生命学の創成」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 新学術領域研究（研

究領域提案型）「進化の制約と方向性～微生物から多

細胞生物までを貫く表現型進化原理の解明～」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（S）「昆虫

－大腸菌人工共生系による共生進化および分子機構の

解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（A）「生物

界の暗黒物質「未知アーキア」の解明－分離培養で開

拓する多様な新生物機能－」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（A）「三次

元多様性を分子設計上の鍵概念とする論理的創薬方法

論の確立」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（A）「水田

土壌の自律的な窒素肥沃度維持を担う微生物メカニズ

ムの解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（B）「新規

マーカーによる NASH 予防・診断・治療のための食

品・薬剤探索システムの構築」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（B）「【H28

からの繰越】新規マーカーによる NASH 予防・診断・

治療のための食品・薬剤探索システムの構築」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（B）「ケト

ン食摂取による脳内の糖脂質発現動態に関する研究」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（B）「【H28

からの繰越】ケトン食摂取による脳内の糖脂質発現動

態に関する研究」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（B）「核酸

分子の構造制御を基盤とした microRNA 阻害薬の開

発」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（B）「遠隔

作用変異の生成・抑制の分子機構」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（B）「地衣
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類の共生コンビネーションの可塑性と多様性－北極か

ら南極までの系統理地学」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（B）「植物

病原性糸状菌における宿主由来の感染プライミング化

合物の認識センサーの解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（B）「糸状

菌二次代謝系の誘導因子コンビネーションの解明と誘

導予測の研究」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（C）「成人

期 ASD 者の就労支援を目的としたメタ認知訓練の新

規開発と効果検証」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（C）「発光

ゴカイにおける新規分泌型発光分子機構の解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（C）「糸状

菌二次代謝プロモーターの応用による有用物質生産系

の構築と改良」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（C）「藍染

発酵液の染色強度と微生物叢相関の解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（C）「高感

度な核酸-蛋白質相互作用評価法の開発と核酸医薬へ

の展開」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（C）「DNA

を利用した一細胞代謝解析のための酵素固定化電極の

開発と心筋細胞評価への応用」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（C）「バイ

オフィルムでの遺伝子水平伝播と生物進化」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（C）「新規

ハイブリッド型ポリケタイド合成酵素 Steely の産物

多様性創出機構の解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（C）「シリ

ンギルリグニン生合成を制御する転写因子の網羅的探

索と機能解析」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 若手研究（A）「多段

シントロフィーによるアミノ酸・分枝鎖脂肪酸分解微

生物群の動態解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 若手研究（A）「昆虫

内部共生の成立に関わる共生細菌の遺伝的基盤」 

・文部科学省 科学研究費補助金 若手研究（A）「【H28

からの繰越】昆虫内部共生の成立に関わる共生細菌の

遺伝的基盤」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 若手研究（A）「ダイ

ナミックなヒストン複合体形成による植物転写制御メ

カニズムの解析」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 若手研究（A）「導電

性鉱物を介した電気共生型メタン生成の分子機構およ

び実環境における寄与の解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 若手研究（A）「【H28

からの繰越】導電性鉱物を介した電気共生型メタン生

成の分子機構および実環境における寄与の解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 若手研究（A）「陸域

地下圏の未知アーキア系統群：環境ゲノム情報と培養

技術で切り拓くその新生物機能」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 若手研究（A）「全ゲ

ノム操作が拓く難培養細菌の遺伝子工学」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 若手研究（A）「アカ

トンボの体色と色覚の進化」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 若手研究（A）「濾過

性細菌が持つ新生物機能を理解する」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 若手研究（B）「メタ

ゲノム由来高機能β-グルコシダーゼの解析と応用」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 若手研究（B）「遺伝

子情報から探る未知の窒素固定微生物の生態と生物肥

料としてのポテンシャル」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 若手研究（B）「逆方

向 RNA 伸長酵素の RNA 選択機構の解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 若手研究（B）「磁硫

化鉄(グライガイト)がメタン菌の代謝を促進する機構

の分子生物学的解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 若手研究（B）「昆虫

の体色形成を担う共生細菌の機能解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 特別研究員奨励費「ハ

ムシ類の水生植物利用への進化における腸内微生物群

集の役割」 
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・文部科学省 科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究「一

年生植物シロイヌナズナを多年生にする」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究「が

ん特異的なコアフコシル化糖鎖を認識する抗体の創

製」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究「カ

ビの増殖をトリガーとした抗カビ活性物質オートリリ

ースシステムの開発」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究「膵

癌における新たな細胞内分子ターゲットによる生物学

的診断・治療法の開発」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究「高

効率物質生産植物体の開発」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究「金

属鉄を唯一のエネルギー源として生育する鉄腐食・酢

酸生成菌の代謝機構の解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究「自

然環境下でゆらぐ遺伝子発現の網羅的同定」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究「植

物ウイルスの複製機構を利用した新規酵母タンパク質

発現系の開発に関する研究」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究「細

菌における細胞内共生の人工再構築と初期生命研究へ

の応用」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 国際共同研究加速基

金（国際活動支援班）「冥王代生命学の国際研究ネット

ワーク展開」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 国際共同研究加速基

金（国際活動支援班）「全ゲノム操作が拓く難培養細菌

の遺伝子工学（国際共同研究強化）」 

 

・国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機

構 植物等の生物を用いた高機能品生産技術の開発

「植物等の生物を用いた高機能品生産技術の開発／植

物の生産性制御に係る共通基盤技術開発／遺伝子発現

制御および栽培環境制御の融合による代謝化合物高生

産基盤技術開発」 

 

・国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機

構 植物等の生物を用いた高機能品生産技術の開発

「植物等の生物を用いた高機能品生産技術の開発／高

生産性微生物創製に資する情報解析システムの開発」 

 

・国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機

構 「エネルギー・環境新技術先導プログラム／非可

食性バイオマスから高機能化学品・材料を製造するバ

リューチェーン構築のための生産システムの開発／地

域バイオマスからの化成品マルチ生産システム開発」 

 

・国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構 生

物系特定産業技術研究支援センター 革新的技術開

発・緊急展開事業（うち先導プロジェクト）「国産果実

の供給期間拡大を目指した鮮度保持・栽培技術の開発」 

 

・国立研究開発法人日本医療研究開発機構 感染症実用

化研究事業（肝炎等克服実用化研究事業 B 型肝炎創薬

実用化等研究事業）「HBV 逆転写酵素の構造情報取得

および薬剤阻害メカニズムの解析」 

 

・国立研究開発法人日本医療研究開発機構 感染症実用

化研究事業（肝炎等克服実用化研究事業 B 型肝炎創薬

実用化等研究事業）「次世代抗 B 型肝炎ウイルス薬導

出に向けた創薬研究」 

 

・農林水産省 農林水産業・食品産業科学技術研究推進

事業「未利用資源である磯焼けウニの食品としての健

康機能解明と蓄養技術開発」 

 

・国立大学法人島根大学「インドール酢酸のヒト核内受

容体レポーターアッセイによる解析・評価及びスカト

ールのヒト核内受容体レポーターアッセイによる解

析・評価」 

 

・ 国 立 大 学 法 人 島 根 大 学 「 ワ サ ビ 成 分

6-Methylsulfinylhexyl isothiocyanate（6-MSITC）に

関するヒト核内受容体レポーターアッセイによる解

析・評価」 

 

・国立大学法人島根大学「雲州人参腸内細菌代謝産物

Compound K に関するヒト核内受容体レポーターア

ッセイに よる解析・評価」 

 

・国立研究開発法人科学技術振興機構 革新的研究開発

推進プログラム（ImPACT）「人工細胞デバイスを活用

した高速進化実験系の開発と臨床診断用スーパー酵素

の創成」 

 

・国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究

推進事業（ERATO）「一細胞解析と生物・遺伝子資源

情報解析による環境微生物集団の構造と機能動態の統
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合的理解」 

 

・国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究

推進事業（先端的低炭素化技術開発）（ALCA）「ゼロ

から創製する新しい木質の開発」 

 

・国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究

推進事業（先端的低炭素化技術開発）（ALCA）「新規

水生植物共生微生物ライブラリの構築 

（旧）水生植物根圏微生物の培養技術開発と根圏微生

物ライブラリーの構築」 

 

・国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究

推進事業（先端的低炭素化技術開発）（ALCA）「イネ

における技術検証；実用作物での検証・最適化」 

 

・国土交通省「下水処理微生物の遺伝子ビッグデータの

構築と迅速・簡便な微生物モニタリングシステムの開

発」 

 

発 表：誌上発表121件、口頭発表241件、その他29件 

--------------------------------------------------------------------------- 

植物分子工学研究グループ 

（Plant Molecular Technology Research Group） 

研究グループ長：松村 健 

（北海道センター） 

概 要： 

 本研究グループでは、植物の遺伝子組換え技術を主

に利用して、有用物質、すなわち、他生物種由来の医

薬品原材料となるタンパク質遺伝子、および植物が生

産する二次代謝産物等を植物で高発現・高生産可能な

技術開発を行っている。また、これと並行して完全な

人工環境下で栽培・育成から製剤化までの一貫した工

程を実施可能な植物工場システムの確立・実用化を目

標に研究を進めている。 

 植物において外来・内在性を問わず目的遺伝子を高

発現させるためには、遺伝子サイレンシングなどの植

物自身が有する発現制御メカニズムを回避・利用する

必要がある。我々は、キュウリモザイクウイルス

（CMV）等の植物ウイルスベクターを利用して、簡易

にかつ迅速に、目的遺伝子の発現抑制､特に DNA のメ

チル化誘導技術の開発を試みている。現在まで、転写

後サイレンシング機構を抑制した組換え植物体におい

て、DNA メチル化誘導のトリガーである siRNA が多

量に生産されていること、CMV による DNA メチル化

が接種後僅か4-6日で誘導されるを見出している。 

研究テーマ：1. 植物ウイルスベクターによる遺伝子発

現制御技術開発 

      2. 人工環境型植物工場での二次代謝増減

を制御する水耕栽培技術開発 

      3. 微少重力下での水耕栽培技術開発 

 

分子生物工学研究グループ 

（ Molecular and Biological Technology Research 

Group） 

研究グループ長：佐々木 正秀 

（北海道センター） 

概 要： 

 本研究グループは有用タンパク質、脂質および糖質

の新たな生産・利用システムの開発、機能性物質の新

規合成法の開発、生物材料の化学原料化に関しての研

究を進めている。 

有用タンパク質等の新規利用システムに関する核内

受容体アッセイでは、種々の変異体ライブラリー

（1420クーロン）のスクリーニングにより、発光強度

あるいは発現量の増加が期待できる変異体を得ること

に成功した。脂質に関しては、代謝工学的生産法を用

いて、機能性脂質生産微生物による脂質生産の最適化

を行った。さらに核内受容体活性化では、種々の物質

についての評価を行い、特に、低分子リグニン、マイ

タケについて核内受容体活性化の相違について明らか

にした。 

 機能性物質の新規合成法に関して、昨年度市販化さ

れた新マイクロ波利用合成装置の国際市販化を目指し

たデータを取得し、JETRO の支援のもと、米国での

市販化を目指している。 

 生物材料の化学原料化については木質系バイオマス

の超臨界二酸化炭素共存下での反応を行い、加水分解

過程における酸触媒としての超臨界二酸化炭素の効果

（加水分解効率の向上）を連続反応装置により実証し

た。 

研究テーマ：1. 有用タンパク質、脂質および糖質の新

たな生産・利用システムの開発 

      2. 機能性物質の新規合成法開発 

      3. 生物材料の化学原料化 

 

生体分子工学研究グループ 

（Biomolecular Engineering Research Group） 

研究グループ長：三重 安弘 

（北海道センター） 

概 要： 

本研究グループでは、核酸、タンパク質、細胞の活

性等を、有機化学ならびに工学的手法によって解析し、

さらにそれらの性質を改良することで物質生産の効

率化、医薬品開発、物質検出の高感度化を目標とした

開発を行っている。 

昨年度までに、2’-O-methyl RNA（MeRNA）の鎖

内をクロスリンク（CL）した2本鎖が、それに隣接す

る1本鎖部位における RNA とのハイブリを高度に安

定化する現象を見出し、これを活用したマイクロ RNA
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（miRNA）阻害核酸（anti-miRNA oligonucleotide; 

AMO）の開発に着手した。H29年度では、開発した

AMO が細胞内の miRNA の効果を強力に阻害できる

ことを見出し、標的 miRNA と安定な結合を形成する

ことを明らかにした。また、従来技術（市販の AMO）

よりも低濃度で、長時間作用することを実証した。生

物の遺伝子発現の新たな調節技術になると考えてい

る。 

ビタミン、核酸、酵素などの生体関連分子を電気化

学法により検出あるいは物質変換反応などに活用す

る場合、該分子と電極界面との相互作用が検出感度や

反応効率に大きく影響する。そこで当グループでは、

電極界面構造を機能化することでこれらを向上させ

る技術開発を進めている。昨年度までに、希薄塩酸中

での溶解反応を利用した金ナノポーラス構造の簡便

な作製技術を開発した。H29年度においては同ナノ構

造電極が、物質生産に有用な酵素の駆動に有用である

ことを実証した。今後、酵素を活用する物質生産にお

いて、有効な基盤技術になり得ると考えている。 

研究テーマ：1. 核酸の安定化技術の開発と、遺伝子制

御技術への応用 

      2. 電気化学を利用した、生体関連物質の

機能解析と検出技術の開発 

 

応用分子微生物学研究グループ 

（Applied Molecular Microbiology Research Group） 

研究グループ長：田村 具博 

（北海道センター） 

概 要： 

 本研究グループでは、システム生物学から、物質生

産宿主の開発、有用蛋白質の構造機能解析に至るまで、

微生物による有用物質生産等の応用利用に向けた包括

的な研究開発を行っている。H29年度は、ロドコッカ

ス属細菌や麹菌を物質生産のための優れた微生物宿主

として利用するため、遺伝子工学技術を駆使し発現シ

ステムの改良などを行った。ロドコッカス属細菌では

構造遺伝子内発現制御機構を放線菌で初めて利用し、

同じプロモーターを用いながらクローニングした遺伝

子の発現量を増大・減少させることに成功した。麹菌

では、これまでに代謝工学的改変により構築した遊離

脂肪酸生産能力が9.2倍に向上した株を親株として、医

薬品やその合成原料として利用が期待される高度不飽

和遊離脂肪酸の生産化を行った。高度不飽和化に働く

外来酵素遺伝子を当株に導入して発現させた結果、数

種類の高度不飽和遊離脂肪酸の生産が確認できた。微

生物を用いて高度不飽和脂肪酸を遊離型で生産させた

研究報告はこれまでに無いことから、脂肪酸の微生物

生産において新たな可能性を見出すことができた。 

 また、創薬ターゲットである逆転写酵素、および臨

床診断用酵素の立体構造解析を行った。具体的には、

B 型肝炎治療薬に対して強い薬剤感受性を獲得させた

HIV 逆転写酵素変異体の立体構造を解析し、薬剤抵抗

性機構に関する知見を得た他、臨床診断酵素であるリ

パーゼホモログの立体構造解析を行い、高活性化、基

質特異性改変に関する基礎的情報を取得した。 

 ゲノム情報を活用した研究開発としては、特別研究

チーム（生物システム工学特別研究チーム）を編成し、

迅速・大規模に生産されるゲノム情報を迅速かつ効果

的に産業利用へ繋げるシステムの開発を進めている。

具体的には、ゲノム情報を解析するソフトを開発し、

プロモーターや同族酵素遺伝子の置換をシステム的に

行い各遺伝子の発現およびそのバランスを制御するこ

とで目的遺伝子の生産量を既存の系より数倍高めるこ

とに成功した。 

研究テーマ：1. ロドコッカス属放線菌および麹菌を宿 

       主とした物質生産技術の開発 

2. 蛋白質の立体構造情報の取得とその利 

 用 

      3. 有用なゲノム・遺伝子資源の探索と利 

       用技術の開発 

      4. システム生物学を利用した生物機能解 

       析・利用技術の開発 

 

環境生物機能開発研究グループ 

（Environmental Biofunction Research Group） 

研究グループ長：三谷 恭雄 

（北海道センター） 

概 要： 

 多様な環境中には多様な生物が棲息し、多様性に富

んだ独自の機能を発現している。私たちは、こうした

生物の持つ多様な機能に独自の視点で取組み、有用性

の高い技術開発を行うことを目標に研究を進めている。

具体的には、腸内や表皮などの極めて限定された環境

に生息する微生物と宿主の相互作用に関する研究、導

電性固体表層などで電気を生産・消費する微生物に関

する研究、難培養微生物を培養可能にする研究、特殊

環境下で生育する微生物の生命原理に関する研究、薄

暗い海中や闇夜でコミュニケーションやカモフラージ

ュのために鮮やかな光を放つ生物に関する研究などを

行っている。 

 農業において害虫カメムシ類が問題となっているが、

我々はこれら害虫の腸内共生微生物に着目し、それら

共生微生物が地球温暖化により生育阻害を受け、それ

によって宿主である害虫カメムシの発育阻害が起きる

ことを新たに発見した。加えて、水産業において注目

されつつある魚介類の腸内の微生物叢について解析を

行い、いくつかの生物種について常在微生物叢を明ら

かにした。また、微生物と導電性金属や活性炭との相

互作用について解析を進め、微生物−固体間電子移動

にもとづく新規微生物代謝として金属鉄腐食性の酢酸
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生成微生物を新たに発見するとともに、活性炭などの

安価な導電性粒子の添加により廃水処理時のメタン生

成効率が上昇することを見出した。さらに、発光ゴカ

イからこれまでに全く知られていなかった新規発光酵

素の存在を明らかにした。 

研究テーマ：1. 腸内微生物叢の群集解析と機能解析 

2. 微生物の多様な嫌気エネルギー代謝解 

 析 

3. 発光生物の発光分子機構の解析 

 

生物共生進化機構研究グループ 

（Symbiotic Evolution and Biological Functions 

 Research Group） 

研究グループ長：古賀 隆一 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 非常に多くの生物が、恒常的もしくは半恒常的に他

の生物（ほとんどの場合は微生物）を体内にすまわせ

ている。このような現象を「内部共生」といい、これ

以上にない空間的な近接性で成立する共生関係のため、

極めて高度な相互作用や依存関係が見られる。このよ

うな関係からは、しばしば新規な生物機能が創出され

る。共生微生物と宿主生物がほとんど一体化して、あ

たかも1つの生物のような複合体を構築することも少

なくない。 

 我々は昆虫類におけるさまざまな内部共生現象を主

要なターゲットに設定し、さらには関連した寄生、生

殖操作、形態操作、社会性などの高度な生物間相互作

用を伴う興味深い生物現象について、進化多様性から

生態的相互作用、生理機能から分子機構にまで至る研

究を多角的なアプローチから進めている。 

 我々の基本的なスタンスは、高度な生物間相互作用

を伴うおもしろい独自の生物現象について、分子レベ

ルから生態レベル、進化レベルまで徹底的に解明し、

理解しようというものである。 

研究テーマ：1. 昆虫－微生物間共生関係の多様性の解 

       明 

     2. 共生微生物が宿主に賦与する新規生物 

機能の解明 

     3. 共生関係の基盤となる生理，分子機構 

      の解明 

 

生物資源情報基盤研究グループ 

（Microbial and Genetic Resources Research Group） 

研究グループ長：鈴木 馨 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 本研究グループでは、自然界に広く存在する未知・

未培養・未利用の生物・遺伝子資源を探索・拡充する

技術を開発すると共に、生物機能を活用した新しい物

質生産技術(バイオプロセス)や環境制御技術の創成に

資する生物資源・解析情報の提供を目的とした技術開

発を行っている。 

 具体的には、本年は（1）未知・未培養微生物の探

索技術の開発および稀少微生物の分離培養・分類同

定・ライブラリー化、（2）微生物や高等生物を対象に

した有用遺伝子資源の探索と機能解明、（3）環境ゲノ

ム解析技術（メタゲノム、メタトランスクリプトーム

等）の開発と利用、（4）全ゲノム操作技術の開発と利

用、（5）クローン細胞集団における不均一性の包括的

解明とその応用研究、（6）環境制御・浄化や次世代エ

ネルギー生産に資する微生物の生理学的・生態学的機

能の解明に関する研究に取組み、特に次の様な成果を

得た。深部地下圏や地下湧熱水環境、廃水処理プロセ

スに棲息する新規微生物、植物に共生する新規微生物

を純粋分離するとともに、植物成長促進微生物、多剤

耐性菌や嫌気性共生細菌等のゲノム解読等を通じて新

たな生物機能の解明に成功した。国内の油ガス田環境

や地下湧熱水環境、世界各地の嫌気性バイオリアクタ

ー内の微生物群集を対象とした環境ゲノム解析を精力

的に実施し、未知微生物遺伝子情報の獲得・資源化に

取組むとともに、環境制御・浄化や次世代エネルギー

生産に資する未知微生物の生理生態機能の解明を進め

た。 

研究テーマ：1. 未知・未培養微生物ならびに未利用生 

       物資源の探索・同定・分類ならびにライ 

       ブラリー化 

      2. 微生物や高等生物を対象にした有用遺 

伝子資源の探索と機能解明、産業利用 

3. 環境ゲノム解析技術（メタゲノム、メ 

タトランスクリプトーム等）の開発と利 

用 

4. 全ゲノム操作技術の開発と利用 

5. クローン細胞集団における不均一性の 

包括的解明とその応用研究 

6. 環境制御・浄化や次世代エネルギー生 

産に資する微生物の生理学的・生態学的 

機能の解明と利用 

 

合成生物工学研究グループ 

（Synthetic Bioengineering Research Group） 

研究グループ長：宮崎 健太郎 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 当研究グループでは、微生物機能を産業利用するた

めの各種基盤技術開発を行う。具体的には、合成生物

学的手法による宿主デザイン、環境ゲノムや微生物ゲ

ノムからの有用遺伝子の探索、進化分子工学による生

体分子の機能改変、ドライ解析によるバイオビッグデ

ータからの有用生物資源探索、酵母・糸状菌を用いた
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機能性物質の生物生産および高効率化の研究を行う。 

 合成生物学的手法による宿主デザインでは、大腸菌

をプラットフォームとして、リボソーム30S サブユニ

ットに含まれる16S rRNA の変異により、高温適応変

異 体 の 獲 得 を 行 っ た 。 ま た 好 熱 菌 Thermus 

thermophilus の16S rRNA 遺伝子置換により、生育温

度特性など表現型が異なる種々の変異体を創成した。

有用遺伝子の探索では、これまでどの生物からも見出

されていなかった全く新規な酵素、および新規糖ヌク

レオチド合成経路を超好熱アーキア Sulfolobus 

tokodaii のゲノムから単離した。蛋白質の機能改変で

は、進化分子工学により臨床診断用酵素の30倍の活性

向上に成功した。また環境ゲノムより得たサリチル酸

依存的な転写因子の改変により、有用な遺伝子発現系

を開発した。 

 酵母による有用脂質生産では、高度不飽和脂肪酸生

合成系の中で律速段階とされているΔ6不飽和化の生

産性向上を検討し、15-60 g/l の TergitolNP40と0.2 g/l

のヒスチジンを同時に添加して、0.75-1 g/l のαリノレ

ン酸を基質に7日間培養する条件において、Δ6不飽和

化産物の生産効率が至適となることが判明した。 

 糸状菌による機能性環状ペプチド生産では、麹菌を

用いた異種発現株のデザイン、ゲノムデータベースか

らの新規化合物生合成遺伝子シーズの探索等により、

新規環状ペプチドおよびその生合成遺伝子の同定に成

功した。 

 

植物機能制御研究グループ 

（Plant Gene Regulation Research Group） 

研究グループ長：光田 展隆 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 産業、環境、健康などの様々な面での植物利用の高

度化、拡大のために、植物が本来持っている様々な機

能を制御するメカニズムの解明と植物機能を有効に利

用するための制御技術の開発を目指して研究を進めて

いる。具体的には、①各種植物機能を制御する転写因

子の同定と機能解明を進めており、H29年度はとくに

植物の窒素栄養条件に呼応した転写制御メカニズムに

ついてその一部を明らかにした。また、老化や重金属

イオン応答などに関しても他機関と共同でその制御メ

カニズムの一部を明らかにした。②熱帯産重要資源植

物の増産技術開発においては、パラゴムノキのジャス

モン酸応答やラテックスの滲出に関連する候補因子を

複数同定し、解析を完了した。③新しい非天然木質を

形成する植物の開発においては、リグニンの構造や機

能を変化させる遺伝子の同定を進めたほか、遺伝子組

換えに依存せず木質改善を行うための基本技術を確立

した。 

研究テーマ：1. 各種植物機能を制御する転写因子の同 

定と機能解明 

2. 熱帯産重要資源植物の増産技術開発 

3. 新しい非天然木質を形成する植物の開 

 発 

 

バイオデザイン研究グループ 

（Bio-Design Research Group） 

研究グループ長：矢追 克郎 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 本研究グループでは、ゲノム情報、遺伝子発現情報、

生体分子の構造・機能相関等の解析技術を基盤として、

生物プロセスによる有用物質生産基盤技術の開発を行

っている。具体的には（1）産業的に有用または学術

的に重要な糖質関連酵素の探索と解析を行った。特に、

セルロース系バイオマスの分解・利活用に資する酵素

の単離や詳細な解析を進めた。また、真核微生物（酵

母および糸状菌）において高付加価値物質を生産する

ための基礎研究およびその利用に向けた取り組みを進

めた。（2）酵母や糸状菌を用いた有用物質生産技術開

発を行った。出芽酵母によるカロテノイド生産、分裂

酵母や油脂酵母による脂肪酸生産、糸状菌による天然

色素の生産などについて、オミックス解析や代謝工学

の手法を用いた生産株開発を行った。（3）スフィンゴ

糖脂質の利活用に関して、①糖鎖認識モノクローナル

抗体の開発への応用、②疾患に関する代謝制御機構の

解析、について研究を実施した。①について、超長鎖

脂肪酸構造を有するスフィンゴ糖脂質が強い免疫誘導

活性を有することを見出し、その応用により IgG クラ

スの糖鎖認識モノクローナル抗体を獲得した。②につ

いて、小児てんかんの原因遺伝子として特定されたス

フィンゴ糖脂質代謝関連遺伝子の組織発現量の制御が、

抗てんかん食の作用の一つであることを見出した。 

 

⑥【創薬分子プロファイリング研究センター】 

（Molecular Profiling Research Center for Drug 

  Discovery） 

（存続期間：2013.4.1～） 

 
研究センター長        ：夏目 徹 

副研究センター長：堀本 勝久 

副研究センター長：久保 泰 

 
所在地：臨海副都心センター 

人 員：17名（17名） 

経 費：669,936千円（417,822千円） 

 

概 要： 

 現在、世界的に製薬業界は収益性が激減し、開発研

究費は増加の一途をたどり、10年後には製薬が産業と
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して成り立たないという悲観的な予測が拡がっている。

この問題の真因は、開発が長期化し且つ成功率が低い

からであるとともに、日本においては国民皆保険制度

を維持するための薬価伸び悩みが挙げられる。そのた

めには産官学が一体となってこの問題に取り組まなけ

ればならない。 

 新薬開発上のボトルネックは、ヒット化合物をリー

ド化するうえでの、化合物プロファイリング※の非効

率性・曖昧性である。またドロップ薬を合理的にレス

キューするドラッグリポジショニングの技術の未成熟

さである。さらに、臨床治験における層別化マーカー

の体系的な探索技術の開発も行われていない。 

これらの問題が解決されれば、新薬開発の成功率は

大幅にアップし、且つ開発期間も劇的に短縮し、その

結果開発費の削減効果のみならず、上市前倒しによる

収益性の向上が見込まれる。しかし、これらに各企業

が単独で取り組むことは出来ず、またアカデミアにお

いて、この問題に特化して取り組んでいる研究機関は

ない。 

そこで本研究センターでは、産総研内に構築された

世界屈指の研究リソース計測・解析技術やデータベー

ス構築技術を発展させるとともに、近年急速に進歩し

た人工知能技術も融合し、これらを活用し化合物プロ

ファイリング、リポジショニング、マーカー探索を体

系的且つ合理化する技術開発に取り組む。さらに開発

された技術をプラットフォーム化し、産業界に広く提

供し、創薬開発プロセスの効率化・高度化を実証し、

生命科学における新パラダイム創出を目指すことを本

研究センターのミッションとする。 

※化合物の作用・副作用について、標的、ネットワー

ク上での位置づけ、原子論的な作用機構などを知り尽

くすこと。 

 

重要研究課題としては、下記項目を掲げている。 

（１）in vitro proteome を活用した定量プロテオミク

スの高度化、およびタンパク質アレイによる創薬支

援 

（２）オミックスデータ解析による創薬支援 

（３）計測と理論計算の融合による分子設計 

（４）分子シミュレーションによる創薬支援 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金： 

戦略予算「細胞内シグナル伝達の網羅的解析システム」 

 

外部資金： 

国立研究開発法人理化学研究所「生体分子システムの機

能制御による革新的創薬基盤の構築」（サブ課題 C①機

能制御部位データベース） 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構「高品質な培養細胞

を実現する培養液かけ流し細胞培養システムの開発」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構「汎特異的相互作用

を基盤とする多剤耐性機構の動的立体構造解析」 

 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構「再生医療のた

めの細胞システム制御遺伝子発現リソースの構築」 

 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構「自己抗体マー

カー探索システムの開発」 

 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構「肝毒性予測の

ためのインフォマティクスシステム構築に関する研究」 

 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構「プロスタグラ

ンジン受容体の立体構造を基盤とした創薬開発を目指す

革新的技術の創出」 

 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構「TLR7を標的

にした SLE 治療薬の開発」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構「情報統合基盤サイ

ト MEDALS における統合機能の開発」 

 

国立大学法人三重大学「新規バイオマーカー探索と統計

学的手法検討の探索的付随研究」 

 

国立大学法人東京大学「プロテインアレイによる自己抗

体の網羅的探索、同一検体での検証と他検体での追試」 

 

一般社団法人バイオ産業情報化コンソーシアム「エクソ

ソームを補足するための抗体及び抗原に関する調査」 

 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構「分子モデリン

グおよびシミュレーションを活用したインシリコ創薬支

援」 

 

一般財団法人大阪科学技術センター「生きた細胞内へ導

入可能な細胞膜透過性 VHH 型タグ抗体の開発・実用化」 

 

岡山大学病院「「ホルモン受容体陽性乳がんにおける腫瘍

内 heterogeneity の検討」に係る統計解析業務」 

 

日本学術振興会科学研究費補助金「先天性腎尿路異常に

合併する膜性腎症の臨床病理学的検討及び原因抗原の探

索」 

 

日本学術振興会科学研究費補助金「ミトコンドリア内膜

プロテアーゼにより調節をうける新規ストレス応答因子

の探索」 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(127) 

日本学術振興会科学研究費補助金「質量分析を用いた

ncRNA 結合タンパク質同定技術の高度化とその利用」 

 

日本学術振興会科学研究費補助金「機能的構造平衡に基

づく刺激に適合したキナーゼシグナル選別機構の解明」 

 

日本学術振興会科学研究費補助金「X 染色体不活性化を

制御する新規 non－codingRNA の解析」 

 

日本学術振興会科学研究費補助金「表現型が雌雄差を示

す長鎖ノンコーディング RNA ノックアウトマウスの解

析」 

 

日本学術振興会科学研究費補助金「がんの転移先臓器の

決定機能の解明に向けたエクソソーム輸送経路可視化技

術の開発」 

 

日本学術振興会科学研究費補助金」核磁気共鳴法による

膜タンパク質の in situ 機能解明」 

 

日本学術振興会科学研究費補助金「次世代タンパク性医

薬品開発に向けた反応システム系の開発と展開」 

 

日本学術振興会科学研究費補助金「ヒト由来膜タンパク

質の機能構造解明に向けた NMR アプローチ」 

 

日本学術振興会科学研究費補助金「肝炎ウイルス治療後

の肝発癌機序とバイオマーカーの同定に関する研究」 

 

日本学術振興会科学研究費補助金「気道上皮細胞特異的

なインフルエンザ感染に対する炎症応答」 

 

日本学術振興会科学研究費補助金「高機能型バイオスー

パーの合理的デザインと疾患モデルによる治療評価シス

テム開発」 

 

日本学術振興会科学研究費補助金「Connectivity Map

解析に基づいた新しい大腸癌予防薬の開発」 

 

日本学術振興会科学研究費補助金「新規心臓前駆細胞リ

プログラミング因子の同定と分子基盤の解明」 

 

日本学術振興会科学研究費補助金「蛋白質立体構造解析

と分子動力学に基づく EGFR 分子標的薬の効果予測と

創薬」 

 

日本学術振興会科学研究費補助金「試験管内分子進化技

術を用いた癌免疫療法のための中分子創薬研究」 

 

日本学術振興会科学研究費補助金「試験管内分子進化技

術を用いた癌免疫療法のための中分子創薬研究」 

文部科学省卓越研究員事業 

 

発 表：誌上発表37件、口頭発表55件、その他4件 

--------------------------------------------------------------------------- 

機能プロテオミクスチーム 

（Functional Proteomics Team） 

研究チーム長：五島 直樹 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 創薬を支援するために定量プロテオミクスの技術基

盤開発を行っている。細胞の構成タンパク質を定量的

に計測することにより、細胞の状態、パスウェイの変

化をプロファイリングすることが出来る。超々高感度

な質量分析システムを構築し、化合物のターゲットお

よびオフターゲットの決定、薬理薬効メカニズム解明

に利用する。 

 また、質量分析による網羅的絶対定量を実現するた

めに、プロテオームワイドな内標準タンパク質の合成

システム（in vitro proteome）を構築している。 

in vitro proteome は、プロテインアレイとしても活

用されており、細胞内リン酸化活性プロファイリング

とパスウェイ解析、血清中の自己抗体プロファイリン

グによって疾患の診断やバイオマーカー探索にも応用

されている。また、プロテインアレイ等を用いた低分

子-タンパク質結合プロファイリングにより、創薬候補

化合物のターゲット探索技術開発を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目1 

 

システム数理統合チーム 

（Integrative Systems Biology Team） 

研究チーム長：福井 一彦 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 パブリックやプライベート・クラウドコンピューテ

ィングなどの IT 技術を利用し、実験データ、データ

ベース、ソフトウェア、解析ツールを選択・組み合わ

せ可能とする環境の整備を行い、利用目的に合った情

報解析システムを開発している。 

また、本センターにおける様々なデータの収集・集

約を行い、データの一元管理による品質維持を実施す

ることで、効率的な解析や研究上の意思決定に活用可

能となる知的インテグレーション・システムの構築を

目指している。 

研究テーマ：テーマ題目2 

 

3D 分子設計チーム 

（3D Drug Design Team） 

研究チーム長：福西 快文 

（臨海副都心センター） 
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概 要： 

主に計算によりタンパク質－タンパク質間、タンパ

ク質‐薬剤間相互作用の立体構造的解析を行っている。

また、溶液 NMR の情報の利用、電子顕微鏡も稼働さ

せ、ウイルス粒子など通常の観察対象に加え、薬物結

合を観察する手法も開発している。 

さらに、当チームで開発された手法を用いて、NMR

の実験結果を満たすように3次元的な構造モデル構築

を行うことも可能であり、本手法は市販グラフィック

ソフトにも採用され視覚的に、薬物の作用様式を高い

精度で解明することができる。また、これらの技術の

ユーザーに向けた技術指導も行っている。 

研究テーマ：テーマ題目3 

 

分子シミュレーションチーム 

（Molecular Simulation Team） 

研究チーム長：広川 貴次 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 分子シミュレーションを活用した創薬標的タンパク

質分子モデリング法、タンパク質立体構造に基づくリ

ガンド結合予測やケモインフォマティクス技術を融合

したバーチャルスクリーニング法の技術開発を行う。     

また、分子進化工学と有機合成化学を用いて、創薬

およびプロテオミクス研究に資する新規人工ペプチド

ツールの創製システムを構築し、細胞内タンパク質蛍

光ラベリング用の人工ペプチドタグや、疾患関連生体

分子を標的とする中分子バイオ医薬品の創製を目指す。 

産学官および実験系研究グループとの連携を意識し

た、タンパク質立体構造に関する理論的基礎研究およ

びインシリコ創薬、中分子創薬等への応用研究を実施

する。 

研究テーマ：テーマ題目4 

 

構造モダリティ研究チーム 

（Structural Modarity Research Team） 

研究チーム長：竹内 恒 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 独自の NMR 解析技術を活用し、新たな創薬技術（創

薬モダリティ）を開発する。特に、近年、発展の著し

い高分子バイオ創薬や、今後の発展が期待される中分

子創薬など、新たな創薬モダリティに着目し、それら

の立体構造的な評価と高度化を行う技術を確立するこ

とで、創薬の可能性を広げる研究を行う。特に溶液

NMR 法を用いて、立体構造および運動性の観点から、

高分子バイオ医薬の立体構造的同一性の検証、中分子

医薬の高機能化、リード最適化などに取り組み、新た

な創薬の仕組みを確立する。その際、15N 直接観測技

術や FCT 法などの独自に開発した NMR 測定技術を

駆使し、他にはない新しい切り口での研究を推進する

とともに、開発した技術による創薬支援を行う。また

3D 分子設計チームなどとも連携し、NMR の実験結果

を満たすような3次元的な構造モデル構築を行うこと

で、薬物の作用様式を視覚的にかつ高い精度で解明す

る。 

研究テーマ：テーマ題目3 

--------------------------------------------------------------------------- 

［テーマ題目1］in vitro proteome を活用した定量プロテ

オミクスの高度化、およびタンパク質ア

レイによる創薬支援 

［研究代表者］五島 直樹（機能プロテオミクスチーム） 

［研究担当者］五島 直樹、福田 枝里子、足達 俊吾 

       鍵和田 晴美（常勤職員4名、他34名） 

［研 究 内 容］ 

研究目的:  

in vitro proteome を活用した定量プロテオミクスの

高度化およびタンパク質アレイの実証研究への応用 

研究内容：  

 創薬を支援するために定量プロテオミクスの技術基盤

開発を行う。細胞内タンパク質を定量化し、超々高感度

な質量分析システムを構築し、化合物のターゲット決定

と、薬理薬効メカニズム解明に役立てている。 

 また、質量分析による網羅的絶対定量を実現するため

に、プロテオームワイドな内標準タンパク質の合成シス

テム（in vitro proteome）を構築している。 

 in vitro proteome は、プロテインアレイとしても活用

されており、血清中の自己抗体プロファイリングによっ

て疾患の診断やバイオマーカー探索にも応用されている。

また、プロテインアレイを用いた低分子-タンパク質結合

プロファイリングにより、創薬候補化合物のターゲット

探索の技術開発を行っている。 

 平成27年度進捗状況は以下の通り。 

（A）in vitro proteomeを活用した定量プロテオミクス

の高度化 

創薬分子プロファイリング技術開発において定量プロ

テオミクスや一般的なバイオ実験ベンチワークの高度化

を目指して、実験手法を汎用ヒト型ロボットにより実施

しヒトよりも高い精度と再現性でサンプル調製が行える

プラットフォームの構築を行ってきた。このシステムを

運用し製薬企業との実証研究を実施し、化合物の薬理薬

効メカニズムを解明するとともに、化合物の分子標的を

決定し、メカニズム解明のための検証研究を開始した。 

定量プロテオミクスを行うためには、網羅的なヒトタン

パク質の標準タンパク質および同位体ラベル標準タンパ

ク質が必要となる。我々は、不溶化タグ（特許出願中）

というユニークなタグを開発し、ヒト cDNA リソースと

融合させることによって標準タンパク質の画一的なハン

ドリングを可能にした。本技術は2企業との資金提供型

共同研究でも活用されている。 
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（B）血清中の自己抗体プロファイリングによって疾患

の診断やバイオマーカー探索 

 2万タンパク質を未変性状態で基板上にアレイ化した

プロテインアレイの技術開発を行っている。企業との資

金提供型共同研究によって、膠原病や自己免疫疾患に対

する多項目診断をプロテインアレイで実施することを目

指し、プロテインアレイの作製、アレイ上での自己抗体

検出の高感度化、画像解析に関する研究開発を行ってい

る。6拠点以上の病院機関、大学医学部との連携も構築

し、医療現場のニーズも取り入れた自己抗体プロファイ

リングによって疾患の診断やバイオマーカー探索を実施

している。 

（C）プロテインアレイを用いた低分子-タンパク質結合

プロファイリング 

 in vitro proteome である2万種類のタンパク質を未変

性状態で基板上にアレイ化したプロテインアレイの開発

を行っている。2企業との資金提供型共同研究によって、

プロテインアレイ上のタンパク質と低分子化合物の相互

作用を、低分子用質量分析計で測定する技術開発を行っ

た。また、低分子化合物を SPR のセンサーチップに固

定し、in vitro proteome である2万種類のタンパク質を

順次流して、低分子-タンパク質の相互作用をプロファイ

リングする技術開発を行った。 

（D）プロテインアレイを用いた細胞リン酸化活性プロ

ファイリング技術の開発 

ヒト細胞のシグナル伝達を担うキナーゼ活性（リン酸

化活性）の網羅的測定技術（アレイ上でのリン酸化反応・

検出）の確立とその測定データによる活性化パスウェイ

推定技術の開発を行った（産総研、戦略予算を獲得）。こ

れまでのリン酸化プロテオームとことなり、注目する細

胞の特定タイムポイントにおけるリン酸化活性を網羅的

に測定し、特定時点でのパスウェイの活性化状態を解析

する新技術を構築した（システム数理統合チームとの連

携）。 
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Tanaka A, Nakamura M, Yamakawa T, Furukawa S, 

Takasaka M, Goshima N, Watanabe A, Okita K, 

Kawasaki S, Ueno M, Kinoshita S, Masui S. 

 

Directed Evolution of a Cyclized Peptoid-Peptide 

Chimera against a Cell-Free Expressed Protein and 

Proteomic Profiling of the Interacting Proteins to 

Create a Protein-Protein Interaction Inhibitor. 

ACS Chem Biol. 17;11(6):1569-77. doi: 

10.1021/acschembio.5b01014. Epub 2016 Mar 24. 
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Kawakami T, Ogawa K, Hatta T, Goshima N, 

Natsume T.  

 

Hepatocyte nuclear factor 1 beta induces 

transformation and epithelial-to-mesenchymal 

transition. 

FEBS Lett. 2016 Apr;590(8):1211-21. doi: 

10.1002/1873-3468.12147. Epub 2016 Mar 31.(2016) 

Matsui A, Fujimoto J, Ishikawa K, Ito E, Goshima N, 

Watanabe S, Semba K. 

 

Ndel1 suppresses ciliogenesis in proliferating cells by 

regulating the trichoplein-Aurora A pathway. 

J Cell Biol. 15;212(4):409-23. doi: 

10.1083/jcb.201507046. (2016) 

Inaba H, Goto H, Kasahara K, Kumamoto K, 

Yonemura S, Inoko A, Yamano S, Wanibuchi H, He D, 

Goshima N, Kiyono T, Hirotsune S, Inagaki M. 

 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］網羅的抗体解析、プロテインアレイ、バ

イオマーカー、抗原タンパク質、免疫モ

ニタリング、定量プロテオミクス、低分

子-タンパク質相互作用、リン酸化活性プ

ロファイリング、キナーゼ活性プロファ

イリング、自己抗体 

 

［テーマ題目2］オミックスデータ解析による創薬 

［研究代表者］福井 一彦（システム数理統合チーム） 

［研究担当者］福井 一彦、足達 俊吾、新木 和孝 

（常勤職員3名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

研究目的：  

 Bio-IT 融合を目指し、IT 技術を利用し、実験データ、

データベース、ソフトウェア、解析ツールを選択・組み

合わせ可能とする環境の整備を行い、利用目的に合った

情報数理解析システムを開発している。 

 また独自開発数理解析技術を体系的に融合し、オミッ

クスデータから検証可能な要因候補分子選定のための分

子群絞り込みシステムの開発や肝毒性予測及びドラッグ

リポジショニングのための薬剤候補推定システムを構築

している。 

研究内容： 

 平成29年度進捗状況は以下の通り。 

 センターにおける様々なデータの収集・集約を行い、

データの一元管理による品質維持を実施することで、効

率的な解析や研究上の意思決定に活用可能となる知的イ

ンテグレーション・システムの強化を実施した。またラ

イフサイエンス関連データの省庁間連携として、情報基

盤サイトや MEDALS の更新を行い、そのサイトを公開

している。 

 オミックスデータ解析技術としては、解析基盤の整備

を行い、公開データや実データの解析を実施し外部研究

機関との連携や共同研究に繋げている。またタンパク質

間相互作用に着眼した質量分析計による実験やシミュレ

ーションを行い成果としてまとめると共に、リン酸化活

性化プロファイリング解析技術を開発した。 

 

Theoretical investigation on the binding specificity of 

fluorinated sialyldisaccharides Neu5Acα(2-3)Gal and 

Neu5Acα(2-6)Gal with influenza hemagglutinin H1 - 

A Molecular Dynamics Study. 

Journal of Carbohydrate Chemistry, v36,p111-128 

(2017) 
V. Murugan, P. Parasuraman, J. F. A. Selvin, M. 

Gromiha, K. Fukui & K. Veluraja  

 

ZFP36L2 is a cell cycle-regulated CCCH-protein 

necessary for DNA lesion-induced S-phase arrest. 

Biology Open.  Volume 7, pp1-13, (2018) 

A Noguchi, S Adachi, N Yokota, T Hatta, T Natsume, 

H Kawahara 

 

CCR4-NOT deadenylase complex controls 

Atg7-dependent cell death and heart function.  

Science signaling ,Volume 11, 516、(2018) 

T Yamaguchi, T Suzuki, T Sato, A Takahashi, H 

Watanabe, A Kadowaki, M Natsui, H Inagaki, S 

Arakawa, S Nakaoka, Y Koizumi, S Seki, S Adachi, A 

Fukao, T Fujiwara, T Natsume, A Kimura, M 

Komatsu, S Shimizu, H Ito, Y Suzuki, JM Penninger, 

T Yamamoto, Y Imai, K Kuba. 

 

Transcriptional Regulation of PD-L1 Expression By 

3'-UTR Binding Proteins. 

Blood Volume 130, pp730-730, (2017) 

Y Kogure, K Kataoka, S Adachi, Y Watatani, A Kon, K 

Yoshida, M Nakagawa, T Hatta, T Natsume, S Ogawa 

 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］システム生物学、システム薬理学、ネッ

トワーク数理解析、多層オミックス、リ

ン酸化活性化解析、データベース、タン

パク質構造解析、RNA 構造解析 

 

［テーマ題目3］計測と理論計算の融合による分子設計 

［研究代表者］福西 快文（3D 分子設計解析チーム）

広川 貴次（分子シミュレーションチー

ム） 

 竹内 恒（構造モダリティ研究チーム） 
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［研究担当者］福西 快文、広川 貴次、竹内 恒、 

三尾 和弘、德永 裕二 

（常勤職員5名、他16名） 

［研 究 内 容］ 

研究目的: 

 理論計算と NMR 計測の融合による新規創薬基盤技術

の開発とその適用による新規リード化合物の発見 

研究内容： 

 タンパク質－薬物相互作用解析は、重要な創薬基盤技

術であり、センターで研究する主要課題の1つである。

我々は既に、独自の NMR によるタンパク質ー化合物相

互作用の計測技術を開発中であり、この情報を組み込ん

だ計算手法を開発している。また、電子顕微鏡も稼働さ

せ、ウイルス粒子など通常の観察対象に加え、薬物結合

を観察する手法も開発している。 

 

平成29年度進捗状況は以下の通り。 

・化合物データベースの整備では、複数のファイル書式

に柔軟に対応できるツールを作成し、従来のナミキ商

事のデータ（約700万種類）に加え、キシダ化学（約

500万種類）を加えて整備した。 

・公的データベース ChEMBL に収録された多数のタン

パク質と化合物の相互作用情報から自動的に構造活性

相関モデルを構築し、与えた新規物質の標的タンパク

質への結合エネルギーを予測する手法を改良し、誤差

1kcal/mol まで精度を上げるのに成功した。この誤差

は、ほぼ収録データの実験誤差に匹敵する。通常、ド

ッキングソフトでは、金属酵素へのリガンド結合を正

しく扱えないが、当手法では機械学習により、金属酵

素へ配位するリガンドの結合エネルギーも正しく評価

できた。また、標的タンパク質自体の立体構造がなく

ても、適用可能であった（Mol. Inf．）。 

・マクロサイクル等中分子の膜透過性を分子構造から予

測するために、分子の配座発生ソフトの開発を行った。 

・運動性と空間相補性を同時に評価可能で薬剤の構造最

適化に資する新たな NMR 解析技術、禁制コヒーレン

ス遷移（FCT）解析法の開発に成功し、本手法に基づ

く新たな薬物設計戦略を提案した。さらに、本手法を

化合物に多く含まれる19F 核にに拡張し、リガンドの

レセプター結合時の局所運動性および空間相補性情報

を取得することに成功した。 

・NMR 計測を発展させる15N 直接観測法やピルビン酸

標識を用いて、高速かつ高感度に帰属を終了する方法

など、複数の解析手法を開発し発表した。また開発を

行った15N 直接観測 TROSY 法について、総説を発表

した。 

・Hsp47阻害剤について NMR 解析を行い、当該分子が

Hsp47のコラーゲン結合サイト近傍に結合すること、

タンパク質間相互作用を競合的に阻害することを明ら

かにした。 

・リボソームサイクリング反応におけるポストターミネ

ーション複合体の構造解析を行った。また poly A 結合

タンパク質と poly RNA との複合体構造を解析し、論

文として発表した。 

・創薬等先端技術支援基盤プラットフォーム BINDS に

おいて、10件の支援研究を実施した。民間企業3社と

の資金提供型共同研究、4社の技術研修指導を行った。 

・神戸大学遠隔講義「計算生命科学の基礎」IV を通じて

計算創薬の啓蒙活動を行った。 

・高度化研究では、分子シミュレーションを通じて、肺

腺癌治療を目的としたタンパク質⁻タンパク質阻害剤

の探索や、M2チャネルを標的とした阻害剤の結合メカ

ニズム解明等を行い、誌上発表した。 

 

Prediction of protein-compound binding energies from 

known activity data: docking-score-based method and 

its applications.  

Molecular Informatics, 37, 1700120 (2018).  

Yoshifumi Fukunishi, Yasunobu Yamashita, Tadaaki 

Mashimo, Haruki Nakamura.  

 

The crystal structure of a new O-demethylase from 

Sphingobium sp. strain SYK-6.  

FEBS J., 284, 1855-1867. (2017) 

Harada A, Kamimura N, Takeuchi K, Yu HY, Masai E, 

Senda T 

 

Forbidden coherence transfer of 19F nuclei to 

quantitatively measure the dynamics of a 

CF3-containing ligand in receptor-bound states.  

Molecules 22, 1492, (2017) 

Tokunaga Y, Takeuchi K, Shimada I 

 
15N-Detection with TROSY selection enables the 

study of large nondeuterated macromolecular 

systems 

eMagRes, 6, 369–380, (2017) 

Takeuchi K, Arthanari H, Shimada I, Wagner G. 

 

A small-molecule compound inhibits a 

collagen-specific molecular chaperone and could 

represent a potential remedy for fibrosis.  

J Biol Chem. 292, 20076-20085, (2017). 

Ito S, Ogawa K, Takeuchi K, Takagi M, Yoshida M, 

Hirokawa T, Hirayama S, Shin-Ya K, Shimada I, Doi 

T, Goshima N, Natsume T, Nagata K. 

 

Mixed pyruvate labeling enables backbone resonance 

assignment of large proteins using a single 

experiment.  
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Nat Commun. 9, 356, (2018). 

Robson S, Takeuchi K, Boeszoermenyi A, Coote P, 

Dubey A, Hyberts S, Wagner G, and Arthanari H, 

 

15N detection harnesses the slow relaxation property 

of nitrogen: Delivering enhanced resolution for 

intrinsically disordered proteins.  

PNAS, 115, 1710-1719, (2018). 
Chhabra S, Fischer P, Takeuchi K, Dubey A, Ziarek 

JJ, Boeszoermenyi A, Mathieu D, Bermel W, Davey 

NE, Wagner G, Arthanari H. 

 

Class II-like Structural Features and Strong Receptor 

Binding of the Nonclassical HLA-G2 Isoform 

Homodimer.  

Journal of Immunology, 198, 3399-3403 (2017) 

Kimiko Kuroki, Kazuhiro Mio, Ami Takahashi, 

Haruki Matsubara, Yoshiyuki Kasai, Sachie Manaka, 

Masahide Kikkawa, Daizo Hamada, Chikara Sato 

and Katsumi Maenaka.  

 

Characterization of the multimeric structure of 

poly(A)-binding protein on a poly(A) tail. 

Scientific Reports. 8(1):1455 (2018) 

Sawazaki R, Imai S, Yokogawa M, Hosoda N, Hoshino 

SI, Mio M, Mio K, Shimada I, Osawa M. 

 

Chemical and structural characterization of a model 

Post-Termination Complex (PoTC) for the ribosome 

recycling reaction: Evidence for the release of the 

mRNA by RRF and EF-G. 

PLoS One. 12(5) (2017) 

Iwakura N, Yokoyama T, Quaglia F, Mitsuoka K, Mio 

K, Shigematsu H, Shirouzu M, Kaji A, Kaji H. 

 

福西快文、若林良徳、真下忠彰、データベース利用での

分子シミュレーション : 半シミュレーション的学習法、

アンサンブル、19 巻4 号、245～255、分子シミュレー

ション研究会、2017年10月 

 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］システム生物学、システム薬理学、ネッ

トワーク数理解析、多層オミックス、デ

ータベース、タンパク質構造解析、RNA

構造解析 

 

［テーマ題目4］分子シミュレーションによる創薬支援 

［研究代表者］広川 貴次 

（分子シミュレーションチーム） 

［研究担当者］広川 貴次、本野 千恵（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

研究目的: 

 分子シミュレーション技術による高度なインシリコ創

薬技術の開発 

内容： 

 ドッキング計算、タンパク質モデリング、分子動力学

計算等の要素技術に基づく、分子シミュレーションを活

用した創薬標的タンパク質分子モデリング法、タンパク

質立体構造に基づくリガンド結合予測やケモインフォマ

ティクス技術を融合したバーチャルスクリーニング法の

技術開発を行う。 

平成29年度進捗状況は以下の通り。 

・本年度は、支援研究として、支援課題10件、コンサル

ティング2件を実施した。支援課題をタンパク質-リガ

ンド相互作用の多様性とインシリコ戦略で分類（難易

度低→高）すると、“Lock and key model”レベル（3

件）、“Pre-existing equilibrium model”レベル（1件）、

“Induce-fit model”レベル（2件）、“Cryptic-site 

binding model”レベル（1件）、“Protein-protein 

interaction”レベル（3件）となり、様々なレベルの

支援研究を実施している。 

・代表的な支援成果の一つとして、肺腺癌治療を目的と

したタンパク質⁻タンパク質阻害剤の探索が挙げられ

る。本支援では、標的タンパク質である SFN と SKP1

との結合部位をタンパク質⁻タンパク質ドッキングで

予測し、SFN タンパク質内の SKP1結合部位周辺に存

在するドラッガブルポケットをインシリコシミュレー

ションにより予測した。さらに、その部位に特異的に

結合し、SKP1と競合する医薬品候補となりうる小分

子化合物を、既存薬データベースからインシリコスク

リーニングし、候補化合物の同定に成功した。様々な

要素技術を活用する本提案の特徴が生かされた成果と

いえる。 

・高度化研究では、タンパク質とリガンドのパスウェイ

を Metadynamics で推定し、推定パスウェイ情報を利

用する“レジデンスに基づくインシリコスクリーニン

グ”を考案した。この高度化研究では、GPCR ファミ

リーである EP4受容体とアンタゴニスト結合の結合

を例に、受容体に結合するまでのアンタゴニストの経

路を探索した結果、最初の段階での膜への介入が重要

であることが示唆された。よって、インシリコスクリ

ーニングでは、ドッキング計算のみではなく、膜への

親和性や膜内での分子運動の性質をインシリコスクリ

ーニングに取り入れたシステムを構築し、現在、新規

化合物の購入と評価を行っている。 

・誌上発表としては、PDIS の継続課題を含め、7報であ

った。 

 

Wada Y, Nakano S, Morimoto A, Kasahara KI, 

Hayashi T, Takada Y, Suzuki H, Niwa-Sakai M, 
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Ohashi S, Mori M, Hirokawa T, Shuto S. Discovery of 

Novel Indazole Derivatives as Orally Available 

β3-Adrenergic Receptor Agonists Lacking 

Off-Target-Based Cardiovascular Side Effects. J Med 

Chem. 2017 Apr 27;60(8):3252-3265. 

 

Uegaki K, Kumanogoh H, Mizui T, Hirokawa T, 

Ishikawa Y, Kojima M. BDNF Binds Its Pro-Peptide 

with High Affinity and the Common Val66Met 

Polymorphism Attenuates the Interaction. Int J Mol 

Sci. 2017 May 12;18(5) 

 

Sayama M, Inoue A, Nakamura S, Jung S, Ikubo M, 

Otani Y, Uwamizu A, Kishi T, Makide K, Aoki J, 

Hirokawa T, Ohwada T. Probing the Hydrophobic 

Binding Pocket of G-Protein-Coupled 

Lysophosphatidylserine Receptor GPR34/LPS1 by 

Docking-Aided Structure-Activity Analysis. J Med 

Chem. 2017 Jul 27;60(14):6384-6399. 

 

Okamoto N, Mizote K, Honda H, Saeki A, Watanabe Y, 

Yamaguchi-Miyamoto T, Fukui R, Tanimura N, Motoi 

Y, Akashi-Takamura S, Kato T, Fujishita S, Kimura T, 

Ohto U, Shimizu T, Hirokawa T, Miyake K, Fukase K, 

Fujimoto Y, Nagai Y, Takatsu K. Funiculosin variants 

and phosphorylated derivatives promote innate 

immune responses via the Toll-like receptor 4/myeloid 

differentiation factor-2 complex. J Biol Chem. 2017 

Sep 15;292(37):15378-15394. 

 

Shinohara Y, Koyama YM, Ukai-Tadenuma M, 

Hirokawa T, Kikuchi M, Yamada RG, Ukai H, 

Fujishima H, Umehara T, Tainaka K, Ueda HR. 

Temperature-Sensitive Substrate and Product 

Binding Underlie Temperature-Compensated 

Phosphorylation in the Clock. Mol Cell. 2017 Sep 

7;67(5):783-798. 

 

Chiba S, Ishida T, Ikeda K, Mochizuki M, Teramoto R, 

Taguchi YH, Iwadate M, Umeyama H, Ramakrishnan 

C, Thangakani AM, Velmurugan D, Gromiha MM, 

Okuno T, Kato K, Minami S, Chikenji G, Suzuki SD, 

Yanagisawa K, Shin WH, Kihara D, Yamamoto KZ, 

Moriwaki Y, Yasuo N, Yoshino R, Zozulya S, Borysko P, 

Stavniichuk R, Honma T, Hirokawa T, Akiyama Y, 

Sekijima M. An iterative compound screening contest 

method for identifying target protein inhibitors using 

the tyrosine-protein kinase Yes. Sci Rep. 2017 Sep 

20;7(1):12038 

 

Ito S, Ogawa K, Takeuchi K, Takagi M, Yoshida M, 

Hirokawa T, Hirayama S, Shin-Ya K, Shimada I, Doi 

T, Goshima N, Natsume T, Nagata K. A 

small-molecule compound inhibits a collagen-specific 

molecular chaperone and could represent a potential 

remedy for fibrosis. J Biol Chem. 2017 Dec 

8;292(49):20076-20085.  

 

Sakai Y, Kawaguchi A, Nagata K, Hirokawa T. 

Analysis by metadynamics simulation of binding 

pathway of influenza virus M2 channel blockers. 

Microbiol Immunol. 2018 Jan;62(1):34-43. 

 

Suno R, Kimura KT, Nakane T, Yamashita K, Wang J, 

Fujiwara T, Yamanaka Y, Im D, Horita S, Tsujimoto H, 

Tawaramoto MS, Hirokawa T, Nango E, Tono K, 

Kameshima T, Hatsui T, Joti Y, Yabashi M, 

Shimamoto K, Yamamoto M, Rosenbaum DM, Iwata 

S, Shimamura T, Kobayashi T. Crystal Structures of 

Human Orexin 2 Receptor Bound to the 

Subtype-Selective Antagonist EMPA Structure. 2018 

Jan 2;26(1):7-19 

 

広川貴次、構造データと分子シミュレーション技術によ

るインシリコ創薬支援研究、アンサンブル、19 巻4 号、

225～229、分子シミュレーション研究会、2017年10月 

 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］タンパク質－化合物複合体予測、 

RNA-RNA 複合体予測、NMR、薬物分

子シミュレーション、薬物活性予測 
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３）情報・人間工学領域 
（Information Technology and Human Factors） 

領域長：関口 智嗣 

概 要： 

 領域長は、情報・人間工学領域における研究の推進

に係る業務の統括管理を行うとともに、領域間の融合

を推進する業務を実施している。 

--------------------------------------------------------------------------- 

① 情報・人間工学領域研究戦略部 
（Research Promotion Division of Information 

 Technology and Human Factors） 

 

研究戦略部長：横井 一仁 

研究企画室長：渡邊 創 

 

所在地：つくば中央第一 

人員：16名（15名） 

概 要： 

 研究戦略部長は、領域の人事マネジメント及び人材

育成に係る業務（企画本部及び総務本部の所掌に属す

るものを除く。）を統括するとともに、領域の広報活動

業務や領域間の融合を推進する業務を実施している。

また、領域における技術を社会への橋渡しするための

企業連携に取り組む体制として、イノベーションコー

ディネーターを中心とし、技術に関して深い知識を持

ったメンバーが専属で企業連携に関わることで、技術

相談、技術コンサルティングによる民間企業連携にお

ける技術的指導・助言を実施している。 

--------------------------------------------------------------------------- 

情報・人間工学領域研究戦略部研究企画室 

（Research Planning Office of Information Technology 

and Human Factors） 

概 要： 

 当室は、情報・人間工学領域に置かれ、研究所の業

務のうち、当該研究領域における研究の推進に関する

業務を実施している。 

 具体的には、研究戦略の策定と研究計画のとりまと

め、研究戦略予算テーマの立案、領域内公募課題研究

テーマの選定・評価、研究ユニットへの交付金予算の

配分、分野内・分野間のスペース利用の調整、プロジ

ェクトの企画・立案・総合調整、経済産業省その他関

係団体等との調整、領域長及び研究戦略部長が行う業

務の支援、オープンプラットフォーム推進に係る企

画・調整、技術研究組合の窓口業務、見学・視察対応

等の業務を行っている。このほか、平成28年度は、2018

年2月に人工知能研究戦略部を新設し、人工知能研究

センターの活動を強化した。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2018/3/31現在） 

［情報・人間工学領域研究戦略部研究企画室］ 

 研究企画室長      渡邊 創 他 

--------------------------------------------------------------------------- 

オープンイノベーションラボラトリ 

 産総研・東工大 実社会ビッグデータ活用 オープンイ

ノベーションラボラトリ 

（Real World Big-Data Computation Open Innovation 

Laboratory） 

概 要： 

 実社会ビッグデータ活用 オープンイノベーション

ラボラトリでは、産総研と東工大が有する計算プラッ

トフォーム構築技術とビッグデータ処理技術を融合し、

さまざまな分野に適用でき、新たな価値創造を行うた

めのビッグデータ処理・解析技術を提供するオープン

プラットフォームの構築にむけて研究を進めた。平成

29年度は、「研究課題1）ビッグデータ処理オープンプ

ラットフォームの確立」では、本ラボが設計・運用に

関与した産総研 AI クラウド（ AIST Artificial 

Intelligence Cloud、AAIC）が省エネ性能スパコンラ

ンキング「Green 500」で世界3位を獲得した。「研究

課題2）ビッグデータを活用するデータ処理技術の開

発」の一部では、成果の産業化や社会実装を目指して

民間企業との共同研究を開始した。ラボ全体では20件

を超える査読付き論文（プロシーディングス含む）を

はじめ、各研究成果を学会等で発表した。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2018/3/31現在） 

 

ラボ長   松岡 聡 

副ラボ長  小川 宏高 

  他 

--------------------------------------------------------------------------- 

連携研究ラボ 

 パナソニック-産総研先進型 AI 連携研究ラボ 

（Panasonic-AIST Advanced AI Cooperative Research 

Laboratory） 

概 要： 

 先進型 AI 連携研究ラボ（2017年2月1日設立）では、

産総研の情報・人間工学領域が持つ先進の人工知能・

ロボット技術と、パナソニックの家電・住宅・車・産

業などの事業領域で今後想定される社会課題・顧客課

題とを掛け合わせ、より良いくらしと社会の実現に貢

献する先進型 AI 技術の研究開発を開始した。2017年

度は、HPC を用いた人物追跡応用において、スポーツ

映像を対象に、グラフ理論を用いて選手の動きを追跡

するアルゴリズムを開発し、ICCE2018の国際会議で

発表した。また、ロボット分野においては、物流環境

を想定した物品のピッキング作業で、人間の先験的な

知識とロボットの深層強化学習を融合した軌道生成の

アルゴリズムを構築し、ロボット学会で発表した。 

--------------------------------------------------------------------------- 
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機構図（2018/3/31現在） 

 

 連携研究ラボ長      小澤 順 

 他 

--------------------------------------------------------------------------- 

情報・人間工学領域人工知能研究戦略部 

（Research Promotion Division of Information 

 Technology and Human Factors） 

 

研究戦略部長 兼 研究企画室長：市川 類 

所在地：臨海副都心センター 

人 員：4名（3名） 

概 要： 

 人工知能研究戦略部は、情報・人間工学領域の内、

特に人工知能研究分野の人事マネジメント及び人材育

成に係る業務（企画本部及び総務本部の所掌に属する

ものを除く。）を統括する。また、人工知能技術を社会

への橋渡しするための企業連携に取り組む体制として、

イノベーションコーディネーターを中心とし、技術に

関して深い知識を持ったメンバーが専属で企業連携に

関わることで、技術相談による技術的指導に加え、技

術コンサルティングによる民間企業連携における技術

的指導・助言を実施している。 

--------------------------------------------------------------------------- 

情報・人間工学領域人工知能研究戦略部人工知能研究企

画室 

（Research Planning Office of Artificial Intelligence） 

概 要： 

 当室は、情報・人間工学領域に置かれ、研究所の業

務のうち、特に人工知能における研究の推進に関する

業務を実施している。 

 具体的には、人工知能研究戦略の策定と研究計画の

とりまとめ、人工知能研究に関するプロジェクトの企

画・立案・総合調整、経済産業省その他関係団体等と

の調整、人工知能研究戦略部長が行う業務の支援、見

学・視察対応等の業務を行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2018/3/31現在） 

 

［人工知能研究戦略部人工知能研究企画室］ 

 研究企画室長      市川 類 他 

--------------------------------------------------------------------------- 

 

②【情報技術研究部門】 
（Information Technology Research Institute） 

（存続期間：2005.7.15～） 

 

研究部門長：田中 良夫 

副研究部門長：寳木 和夫 

       錦見 美貴子 

首席研究員：後藤 真孝 

 

所在地：つくば中央第1、つくば中央第2、臨海副都心 

    センター、関西センター 

人 員：47名（47名）  

経 費：993,018千円（484,352千円） 

 

概 要： 

 ビッグデータから意味のある情報を引き出して活用

することが産業競争力強化や人々の生活の質の向上の

鍵となっている。例えば実世界（フィジカル空間）と

計算機の世界（サイバー空間）を密接に連携させ、実

世界で得られるデータを分析し、その結果を実世界に

還元するサイバーフィジカルシステムは、あらゆる産

業や社会システムを飛躍的に高度化する技術として期

待されている。サイバーフィジカルシステムによるイ

ノベーション創出のためには、数億、あるいは数兆個

にもなると言われている大量のセンサから得られるデ

ータを高速に処理する技術が求められる。また、安全

なサイバーフィジカルシステムを実現するセキュリテ

ィも必要不可欠である。 

 情報技術研究部門では、サイバーフィジカルシステ

ムの基盤技術と応用技術の研究として、（1）現在の計

算機では現実的に扱うことのできないビッグデータを

高速に処理する基盤技術の研究、（2）安心して利用で

きるサイバーフィジカルシステムを実現するセキュリ

ティの研究、（3）価値ある情報コンテンツの創出と利

活用を促進するコンテンツ技術（クリエイティビテ

ィ・イネーブリング技術）の研究を進めた。 

 「ビッグデータを高速に処理する基盤技術」につい

ては、NEDO「平成28年度 IoT 推進のための横断技術

開発プロジェクト」採択課題「省電力 AI エンジンと

異種エンジン統合クラウドによる人工知能プラットフ

ォーム」において、異種・複数の AI エンジンノード

を自在に結合して、アプリケーションに最適化した実

行環境を構築して提供するクラウド（Flow in Cloud）

の研究開発を進めた。具体的には、（1）FlowOS のア

プリケーションプログラミングインタフェース

（FlowOS-API）の試作を行い、AI エンジンや処理内

容に応じて Python、C/C++、CUDA、OpenCL で記

述された処理の流れを有向非循環グラフとして定義し、

実行する仕組みを実装した。さらに FlowOS-API を用

いてニューラルネットワークモデル LeNet5の推論部

を実装し、機能性の検証を行った。（2）FlowOS が対

象とする資源を管理する FlowOS-RM に関して、昨年

度開発した試作システムを拡張し Bare Metal 

Container (BMC)による OS デプロイ機能との連携を

実現した。（3）アプリケーションや入力データに応じ

て、アプリケーションからカーネルまでを一貫して最

適化するフル最適化を提案し、HPC アプリケーション
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での効果を確認した。（4）深層学習の訓練におけるデ

ータフォーマットのビット数縮小を検討し、学習精度

を保ったまま9ビットまで縮小できる方式を提案した。 

 「安心して利用できるサイバーフィジカルシステム

を実現するセキュリティ」については、サイバーフィ

ジカルシステムや、あらゆるものをネットワークで接

続して社会全体の様々なデータを集め、サイバーフィ

ジカルシステムを支える技術でありコンセプトである 

Internet of Things（IoT）のセキュリティに関する研

究を進めた。橋渡し後期研究として IoT 環境における

製品や製造工程へのサイバー攻撃を防ぐための保護・

検知・復旧に関する技術の研究、橋渡し前期研究とし

て次世代産業用ネットワークを守る IoT セキュリティ

基盤技術の研究開発、目的基礎研究として高機能暗号

技術の研究など、ポートフォリオを組んで研究を進め

た。その中でも高機能暗号技術の研究においては、量

子コンピュータへの耐性を持つ耐量子暗号の研究にお

いて極めて優れた成果を達成した。量子コンピュータ

が実現されると、現在広く使われている公開鍵暗号や

それを基にした高機能暗号は簡単に解読や偽造されて

しまう。量子コンピュータでも解読できない高機能暗

号を実現する技術として、「格子暗号」と呼ばれる暗号

技術が現在活発に研究されているが、その実用化には、

厳格な安全性解析と実用的かつ効率的な実現が必要で

ある。平成29年度は、平成28年度までに開発した、並

列数に応じた高速化が可能で、大規模並列計算機の利

用に適した格子暗号解読アルゴリズムの理論的根拠づ

けに成功した。格子暗号が安全である根拠の1つとな

っている数学的問題 SVP（Shortest Vector Problem）

の解読コンテストである SVP Challenge（ダルムシュ

タット工科大学主催）において平成29年1月11日に達

成した150次元空間における格子問題（SVP）の解読

は平成30年6月時点でも破られずに世界記録となって

いるが、解読アルゴリズムの理論的根拠を示し、正当

性が学術的に正式に認められた。 

 「価値ある情報コンテンツの創出と利活用を促進す

るコンテンツ技術」については、生産者と消費者をつ

なぎ社会の創造性を高めることを目的とし、生産者の

知識・経験・技術を補いながら情報コンテンツの創出

を容易にして価値創出を支援する技術と、消費者の鑑

賞・検索・推薦・ブラウジング等を多様化して情報コ

ンテンツの価値向上を支援する技術の研究開発を進め

た。平成29年度は、コンテンツ自動生成に基づく支援

技術として、最適化計算を活用した3DCG キャラクタ

モーション編集支援システムやギター編曲を音楽音響

信号から自動生成するシステムを実現した。需要と供

給のマッチングを促進する検索支援技術としては、歌

詞のトピックを基に様々な歌詞に出会える歌詞探索サ

ービスや作業用 BGM に特化した楽曲推薦システムを

実現した。さらに、JST ACCEL 採択課題「次世代メ

ディアコンテンツ生態系技術に関する研究開発と全体

統括」において、音楽の再生にインターネット経由で

同期して多様な機器を制御することで一体感のある演

出ができる大規模音楽連動制御プラットフォームを開

発してプレス発表をし、一般公開を開始した。その実

証実験として、ライブステージの音楽に同期して、来

場者のスマートフォンの画面の CG 映像が一斉に変わ

る演出に成功した。 

--------------------------------------------------------------------------- 

外部資金： 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）／重要イ

ンフラ等におけるサイバーセキュリティの確保／（b1） 

研究開発技術の社会実装を促す適合性確認のあり方 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

IoT 推進のための横断技術開発プロジェクト／次世代産

業用ネットワークを守る IoT セキュリティ基盤技術の研

究開発 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

IoT推進のための横断技術開発プロジェクト／省電力AI

エンジンと異種エンジン統合クラウドによる人工知能プ

ラットフォーム 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（CREST） 

汎用秘匿化依頼計算アルゴリズムの理論設計 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（さきがけ） 

大規模ゲノム情報の安全な統合分析を実現する超高機能

暗号 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（ACCEL） 

次世代メディアコンテンツ生態系技術に関する研究開発

と全体統括 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 国際科学技術協力

基盤整備事業 

偽造困難なデバイスを用いた IoT セキュリティ管理シス

テム 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究補助金 基盤研

究（B） 

安全な協調ロボット制御ソフトウェア開発方法の研究 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究補助金 基盤研

究（B） 
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【H28からの繰越】安全な協調ロボット制御ソフトウェ

ア開発方法の研究 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究補助金 基盤研

究（B） 

サイバーエスピオナージを防止するデバイス管理技術 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究補助金 基盤研

究（B） 

Linked Open Data 利活用のためのクエリ共有手法に関

する研究 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究補助金 基盤研

究（B） 

短い秘密情報に基づいた認証技術と鍵管理技術に関する

研究開発 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究補助金 基盤研

究（C） 

次世代メモリのソフトウェア・エミュレーション技術の

研究 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究補助金 挑戦的

萌芽研究 

ビッグデータ処理の形式検証に向けて 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究補助金 挑戦的

萌芽研究 

Test Mining：リポジトリマイニングによる組合わせテ

スト品質最適化 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究補助金 若手研

究（B） 

Development of Practical and Error-Resilient 

Encryption and Authentication Mechanisms for 

Cloud-based Security Systems 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究補助金 若手研

究（B） 

多ユーザ関数型準同型署名の研究 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究補助金 若手研

究（B） 

信頼できる機関を仮定しない空間統計データ構築技術の

開発 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究補助金 基盤研

究（B） 

検索をベースとした大規模ソフトウェアの変更解析に関

する研究 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究補助金 基盤研

究（B） 

第三者による安全性検証が容易な暗号技術の包括的設計

手法に関する研究 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究補助金 若手研

究（B） 

統計手法と形式手法の融合によるサイバーフィジカルシ

ステムの定量的検証 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究補助金 若手研

究（B） 

継続・派生開発のための組合せテストの研究 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究補助金 若手研

究（B） 

N次創作支援のための創作予測モデルを用いた派生誘発

要因推定 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究補助金 若手研

究（B） 

歌声ビッグデータを活用した歌声の多様性を考慮する歌

声情報処理 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究補助金 基盤研

究（B） 

超広帯域 I／O を想定したアーキテクチャの検討 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究補助金 基盤研

究（B） 

機械学習における統計的安全性の理論 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究補助金 基盤研

究（C） 

多種センサとクラウドを活用した分散リアルタイム機械

学習処理基盤 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究補助金 基盤研

究（C） 

次世代暗号の実用化を支える新たな高度鍵更新手法の設

計と安全性評価 

 

一般財団法人日本自動車研究所    

平成29年度高度な自動走行システムの社会実装に向け

た研究開発・実証事業（評価手法調査および海外認証動

向調査）    

 

発 表：誌上発表142件、口頭発表195件、その他17件 

--------------------------------------------------------------------------- 
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メディアインタラクション研究グループ 

（Media Interaction Group） 

研究グループ長：濱崎 雅弘 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 メディアインタラクション研究グループでは、さま

ざまなメディアコンテンツ（音楽、動画、テキスト、

ユーザ活動、実世界デバイス等）を対象に、人々の生

活の豊かさの向上に資するメディアインタラクション

技術を研究開発している。具体的には、コンテンツの

創出と利活用を促進し、生産者と消費者をつないで社

会の創造性を高めることを目的とし、生産者の知識・

経験・技術を補いながらコンテンツの創出を容易にし

て価値創出を支援する技術と、消費者の鑑賞・検索・

推薦・ブラウジング等を多様化してコンテンツの価値

向上を支援する技術を開発している。そのためのメデ

ィア処理技術やインタラクション技術等を研究開発し、

音楽情報処理、歌声情報処理、ヒューマンコンピュー

タインタラクション、ウェブサービス、信号処理、機

械学習、検索・推薦、コンピュータグラフィックス・

アニメーション、視覚化・聴覚化、クラウドソーシン

グ、コミュニティ分析・支援、大規模データ処理等に

関して、基礎研究から応用研究まで幅広く取り組んで

いる。 

研究テーマ：テーマ題目1 

 

サイバーフィジカルクラウド研究グループ 

（Cyber Physical Cloud Research Group） 

研究グループ長：高野 了成 

（つくば中央第1） 

概 要： 

 人工知能（AI）技術革新による産業の変革や、高齢

化社会、災害、テロなどの社会不安に伴う安心安全な

社会の要求を受けて、AI・IoT（Internet of Things）・

ロボット技術を活用した超スマート社会の実現が期待

される一方で、増大する一途のデータをデータセンタ

にて処理する際の効率化、高性能化が喫緊の課題とな

っている。当グループでは、上記の課題の解決を目指

し、2030年の情報処理を支える次世代データセンタに

関するアーキテクチャ、システムソフトウェア、及び

分散コンピューティング技術に関する研究開発を行う。 

 特に次世代データセンタアーキテクチャに関しては、

アプリケーション毎に適材適所で GPU（Graphics 

Processing Unit）や FPGA（Field Programmable 

Gate Array）等の処理エンジンやストレージコンポー

ネントを組み合わせたシステム構成を動的に構築する

「フローセントリックコンピューティング」の概念を

提案している。まず、この概念を実証するためのオペ

レーティングシステム及びプログラミングミドルウェ

アに関する研究開発を橋渡し前期研究として推進する。

さらに、国内外の研究機関との連携を積極的に進め、

ポストムーア時代に向けたシステムソフトウェア研究

を先導する研究ハブとなることを目指す。 

研究テーマ：テーマ題目2 

 

サイバーフィジカルウェア研究グループ 

（Cyber Physical Architecture Research Group） 

研究グループ長：大岩 寛 

（つくば中央第1） 

概 要： 

 15～20年後、IoT（Internet of Things）やサイバー

フィジカルシステムが不可欠の社会基盤として定着す

る近未来を見据えて、一兆規模の膨大なセンサ等によ

る全世界規模のシステムを安全に連携させ動作させる

IoT 基盤システムの構築手法を研究する。 

 我々の日々の生活が大規模な IoT やサイバーフィジ

カルシステムに依存することになる近未来、その根底

を構成するインターネットには、現在とは桁違いに膨

大なセンサを創り出す情報の奔流を把握・制御し、サ

ービスを安全かつ大規模に連携させることが求められ

る。また、システムの誤動作は人の暮らしや生命の危

険に今以上に直結するため、現在より格段に高いシス

テムの動作の安全性・信頼性が求められる。 当グルー

プは、一兆規模の IoT システムを実現する、サービス・

センサ・ネットワーク運用の統合された新しいアーキ

テクチャの検討を行うとともに、IoT 基盤の安全性を

根底から支えるソフトウェアの高信頼化のためのソフ

トウェア検証などの基盤技術の実用化に注力する。 

研究テーマ：テーマ題目3 

 

サイバーフィジカルセキュリティ研究グループ 

（Cyber Physical Security Research Group） 

研究グループ長：大崎 人士 

（つくば中央第1） 

概 要： 

 工場やプラント等のネットワークから切り離された

システムは、標的型メールのようなサイバー攻撃では

直接的な影響は受けにくい。クローズ系システムのセ

キュリティレベルを低下させる手段としては、たとえ

ば、ヒトやモノのある物理（フィジカル）空間でのシ

ステム障害や人災を契機に、サイバー空間が実被害を

及ぼすといった、サイバーフィジカル世界への多段攻

撃が有力である。サイバーフィジカルセキュリティ研

究グループでは、異常状態に陥ったシステムを超高速

に機能回復させる技術開発、システムが満たすべきセ

キュリティ要件を自動分析する技術の開発を行ってい

る。 

研究テーマ：テーマ題目4 
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ソフトウェアアナリティクス研究グループ 

（Software Analytics Research Group） 

研究グループ長：森 彰 

（関西センター） 

概 要： 

 IoT（Internet of Things）やサイバーフィジカルシ

ステムを司る高信頼ソフトウェアを開発するための技

術に関する研究を行う。具体的には、高信頼化のため

の技術として、1）複雑システムを形式的にモデル化

し検証する技術、2）モデルに基づき効率よくテスト

を設計・実施するモデルベーステストの技術、3）ソ

ースコードを含む開発成果物の間の関係を追跡可能に

して解析し、開発プロセスを通じてシステムの信頼性

を向上させるシステムトレーサビリティの技術、の開

発に取り組み、多様な側面からサイバーフィジカルシ

ステムの信頼性を高める研究を行う。また、昨今のセ

キュリティやプライバシに関する懸念に対処するため

に、ネットワーク接続される IoT デバイス（センサや

ロボット・家電や自動車など）の脆弱性を検知して修

復する自動化技術にも取り組む。研究にあたっては、

具体的な問題を取り上げ、大規模システムに対しても

適用可能なスケーラブルな技術の確立を目指す。 

研究テーマ：テーマ題目5 

 

高機能暗号研究グループ 

（Advanced Cryptosystems Research Group） 

研究グループ長：花岡 悟一郎 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 領域が研究開発を推進する安心して利用できるサイ

バーフィジカルシステムの実現に向けた暗号技術とし

て、関数暗号、準同型暗号等に代表されるような、新

機能をもつ暗号技術に関する研究を行う。また、量子

計算機を有する攻撃者など、現在想定されているもの

より一段と高度な攻撃モデルにおける安全性について、

その実現に向けた目的基礎研究を推し進める。さらに、

既存技術の安全性評価を行い、それらの厳密な安全性

レベルを明らかにする。たとえば、安全性が未証明な

ものについて、厳密な数学的安全性証明を与えたり、

もしくは、具体的な攻撃方法を提示したりする。これ

らの研究を主に理論研究の立場から行い、次世代セキ

ュリティ技術を実現していくための盤石な基盤作りを

行うことを大きな目的とする。 

 平成29年度に関しては、昨年に引き続き、有用な新

機能を持つ暗号技術である高機能クラウド暗号に関す

る研究開発を進めるとともに、従来の暗号技術につい

ても高安全化・高効率化するための手法について研究

を行った。特に、プライバシ保護が可能なデータ処理

秘匿化技術の開発を進め、実用的な処理速度の達成を

目指すとともに、その要素技術の洗練化と安全性評価

を行った。 

研究テーマ：テーマ題目6 

--------------------------------------------------------------------------- 

住友電工－産総研サイバーセキュリティ連携研究室 

（SEI-AIST Cyber Security Collaborative Research 

Laboratory） 

連携研究室長：森 彰 

（関西センター） 

概 要： 

 近年、サイバー攻撃の増加・巧妙化は激しくなる一

方であり、ネットワークにつながる製品に要求される

セキュリティ技術・品質の確立やサイバーセキュリテ

ィに通じた専門技術者・開発者の育成が急務となって

いる。本連携研究室では、住友電工の各事業領域（情

報通信、自動車、環境エネルギー、エレクトロニクス、

産業素材）におけるネットワークに接続される電子製

品群を対象に、サイバー攻撃への対策技術について研

究を行う。特に、産総研の保有する暗号技術、組込み

システム高信頼化技術等を適用した IoT セキュリティ

技術を中心的な技術と位置付け、住友電工の主力製品

である自動車・交通関連のセキュリティや、自社の工

場生産設備のセキュリティを対象に実証実験を行い、

技術課題を抽出し、実用化に向けた開発を進めていく。 

--------------------------------------------------------------------------- 

［テーマ題目1］クリエイティビティ・イネーブリング技

術の研究 

［研究代表者］後藤 真孝（メディアインタラクション

研究グループ） 

［研究担当者］後藤 真孝、濱崎 雅弘、中野 倫靖、

深山 覚、加藤 淳、佃 洸摂、 

尾形 正泰、小山 裕己（常勤職員8名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、情報技術の力でコンテンツの能動的な創

作・鑑賞体験を可能にすることで、新たな価値を生み出

すことを目的とする。従来のコンテンツ産業では、生産

者が創作したコンテンツを消費者が受動的に鑑賞する枠

組みが中心で、人々が高い価値を感じる体験を効果的に

生み出せていない問題があった。そこで本研究は、「その

人ならではの能動的な体験は高い価値を持つ」という独

自の仮説に基づき、創作と鑑賞の両面の支援によってそ

うした能動的体験を可能にするクリエイティビティ・イ

ネーブリング技術を実現することで解決する。 

 平成29年度は以下の研究開発を行った。まず、コンテ

ンツ自動生成に基づく支援技術として、最適化計算を活

用した3DCG キャラクタモーション編集支援システム

「OptiMo」を実現した。アニメータが効果的に数値最適

化計算技術を駆使できるようなインタラクションデザイ

ンを提案し、最適化計算によって編集対象のモーション

が物理的に自然になるように自動調整することで、手作

業による編集と最適化計算による自動調整の双方の長所
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を活かせるようにした。さらに、ギター編曲を音楽音響

信号から自動生成するシステム「Song2Guitar」も実現

した。与えられた音楽音響信号をギターで演奏可能なよ

うに自動的に編曲することで、同じ曲を違った雰囲気で

楽しむ創作活動を支援することができる。音楽家がメロ

ディとコードを理解して編曲する過程を隠れマルコフモ

デルで定式化し、ギターによる演奏可能性と元楽曲との

類似性の両立を同時最適化によって実現した。演奏難易

度を確率モデルで制御し、演奏者の技能レベルに合わせ

た編曲を生成できる特長を持つ。 

 一方、需要と供給のマッチングを促進する検索支援技

術として、歌詞のトピックを基に様々な歌詞に出会える

歌詞探索サービス「Lyric Jumper」を研究開発し、国際

会議で発表した。膨大な歌詞の中からユーザの望む歌詞

を発見できるようにするために、歌詞のトピック(「永遠

の愛」や「夢と未来」) を用いた歌詞探索を実現した。

大規模な歌詞データを与えるだけで、アーティスト・歌

詞・単語という3階層の構造を考慮した確率モデルによ

るトピック推定ができる。さらに、作業用 BGM に特化

した楽曲推薦システム「FocusMusicRecommender」も

実現した。従来の推薦技術が目指してきた「とても好き」

な楽曲再生は集中を妨害するため、作業用 BGM に適さ

ないことに着目し、「とても好き」ではなく「好き」もし

くは「どちらともいえない」楽曲を推薦する。ユーザの

作業ログと楽曲聴取行動のみから、作業用 BGM に適し

た楽曲を推薦できる特長を持つ。 

 他にも、コンテンツ利活用を促す能動的鑑賞支援技術

として、大規模音楽連動制御を手軽に実現するプラット

フォーム「Songle Sync」を実現した。音楽に連動して

インターネット経由で数百台以上のデバイスを制御でき、

開発者が開発キットを用いて CG 映像・ロボット・照明

などを音楽に連動させることもできる。これまでに研究

開発してきた音楽理解技術と、今回新たに開発した大規

模音楽連動制御技術を融合することで実現した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］メディアインタラクション、音楽情報処

理、ヒューマンコンピュータインタラク

ション 

 

［テーマ題目2］フローセントリックコンピューティン 

グの研究 

［研究代表者］高野 了成（サイバーフィジカルクラウ

ド研究グループ） 

［研究担当者］高野 了成、池上 努、須崎 有康、 

田中 哲、Haga Jason、広渕 崇宏 

（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

 データセンタに蓄積・処理されるデータの量は増加の

一途を辿っており、このような大規模データを持続可能

な形で利活用するためには、データ処理におけるエネル

ギー効率を、今後10～20年の間に10～100倍に高めてい

く技術が強く求められている。本研究では、大規模デー

タ処理の飛躍的な高効率化を目指し、2030年に実現され

る次世代データセンタアーキテクチャに向けた技術ロー

ドマップの提示と共に、2020年頃のデータセンタを支え

るシステムソフトウェアにおける要素技術の研究開発を

目的とした。この目標に対して、我々はアプリケーショ

ン毎に適材適所で GPU や FPGA 等の処理エンジンやス

トレージコンポーネントを組み合わせたシステム構成を

動的に構築する「フローセントリックコンピューティン

グ」の概念を提唱してきた。 

 平成29年度は以下の研究開発を行った。フローセント

リックコンピューティングの実証に向けて、異種・複数

の AI エンジンノードを自在に結合して、アプリケーシ

ョンに最適化した実行環境（スライス）を構築できるコ

ンピューティング基盤 Flow in Cloud（FiC）の研究開発

を昨年度から継続して実施した。FlowOS は、アプリケ

ーションに対するプログラミングインタフェースを提供

する FlowOS-API、AI エンジン（アクセラレータ）の資

源管理を行う FlowOS-RM、AI エンジンや PC サーバ等

の操作を行う FlowOS-driver の3階層から構成される。

具体的には、（1）FlowOS-API の試作を行い、AI エンジ

ンや処理内容に応じて Python、C/C++、CUDA、OpenCL

で記述された処理の流れを有向非循環グラフとして定義

し、実行する仕組みを実装した。（2）FlowOS-RM に関

して、昨年度開発した試作システムを拡張し Bare Metal 

Container（BMC）による OS デプロイ機能との連携を

実現した。（3）アプリケーションや入力データに応じて、

アプリケーションからカーネルまでを一貫して最適化す

るフル最適化技術を提案し、高性能計算アプリケーショ

ンを用いて効果を確認した。（4）アプリケーションベン

チマークとして動画像による人間行動理解アプリケーシ

ョンを開発した。ChainerMN 上に SSD と3D CNN を

実装し、16 GPU までは線形に学習処理がスケールする

ことを確認した。また、技術の出口として、高電力効率

大規模データ処理実用化の機運を涵養するために、エレ

クトロニクス・製造領域と共に IMPULSE コンソーシア

ムを設立し、セミナーなどを介して産学との議論を開始

した。  

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］ビッグデータ、データセンタ、オペレー

ティングシステム 

 

［テーマ題目3］ソフトウェア高信頼化の研究 

［研究代表者］大岩 寛（サイバーフィジカルウェア研

究グループ） 

［研究担当者］大岩 寛、Reynald Affeldt、 

小方 一郎、今福 健太郎、 

川本 裕輔、磯部 祥尚（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 
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 センサで得られた情報を元にコンピュータが判断し、

ロボットなどを通じて実世界の制御を行うサイバーフィ

ジカルシステムの概念は、IoT の発展とともに急速に日

常空間にも浸透すると考えられる。現在においても、工

場や社会インフラなど大規模な制御システムにおいては、

ソフトウェアの信頼性の欠如による誤動作や、弱点を突

くサイバー攻撃による情報盗難・プラント暴走などが、

既に極めて深刻な問題となっており、IoT の普及はこれ

らの問題が我々の生活空間まで直接的に持ち込まれるこ

とを意味している。また、AI スピーカーなどセンシング

技術の普及や、大規模データの統計的機械学習による分

析技術の進展は、誤分析による生活への影響や、個人の

プライバシの意図しない漏えいなどのリスクを増大させ

ている。2030 年の IoT/サイバーフィジカルシステム全

盛時代を安心して暮らせるものにするためには、このよ

うな問題を抜本的に解決することが求められる。 

 ソフトウェアの高信頼化には、その規模や求められる

信頼性の度合いに応じて複数の手段があり、それらの中

からコストや信頼の度合いを勘案して適したものを選択

し、組み合わせて用いる必要がある。その中で、システ

ム検証によるソフトウェア信頼性保証技術は、ソフトウ

ェアの信頼性そのものを数学的定理として形式化し、そ

の信頼性証明を厳密な論理証明として実現するもので、

システムごとに異なる多様な信頼性の目標に対して、他

の手法に比べて極めて厳密かつ柔軟にその保証を行える

一方で、証明を得るコストの高さが問題となる。本テー

マでは、ここ15年ほどの機械定理証明の基礎技術の大幅

な発展を背景に、具体的なソフトウェアに対する信頼性

証明技術の共通基盤化・利便性の強化などを図ることで、

実用的なコストでのソフトウェア信頼性の型式証明技術

の確立を目指す。 

 平成29年度は、前年に引き続きロボットなど物理工学

系の性質を含むサイバーフィジカルシステムの検証の基

盤技術や、統計確率的なソフトウェア振る舞いの分析評

価技術、特にセンシング情報などプライバシ保護の必要

な情報を扱うシステムにおける情報漏出量の推定技術な

どの研究を進めた。また、従来型のフォン・ノイマン型

計算による情報処理形態とは異なる計算パラダイムとし

て、新型量子計算機や模擬アニーリング計算機などがサ

イバーフィジカルシステムや従来のセキュリティシステ

ムの安全性に与える影響や、統計的機械学習による人工

知能の誤判断の影響を抑制し安全性を高める技術などに

ついても、脅威分析や技術応用の検討などを進めた。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］ソフトウェア信頼性、形式検証、統計的

機械学習、安全性評価 

 

［テーマ題目4］組込みシステムセキュリティの研究 

［研究代表者］大崎 人士（サイバーフィジカルセキュ

リティ研究グループ） 

［研究担当者］大崎 人士、秋葉 澄孝、坂根 広史、

佐藤 豊、瀬河 浩司、竹内 泉、 

半田 剣一、辰野 功、諸藤 力 

（常勤職員7名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 クローズ系システムを構成する末端の機器やセンサは、

その役割のために防護区域外に配置されて運用すること

が多く、障害を発生する。末端の機器やセンサが意図通

りに動作しないと、その影響はシステム全体に及び、シ

ステム全体の機能低下やシステム停止を引き起こす。末

端では機器自体の防護が手薄なため、自然放電や自然界

の電磁波といった自然界にある外乱によって機器内のマ

イクロ・コンピュータ（以下、マイコンと呼ぶ）が誤動

作を起こすことが知られている。人為的に高出力電磁波

や高電圧パルスが機器に加えられて、マイコンが暴走す

ることもある。マイコンから漏洩する微弱電磁波を解析

されて、暴走を誘起するタイミングと箇所が特定される

と、システムに致命的な障害が発生することもある。サ

イバーフィジカルセキュリティ研究グループでは、マイ

コンが異常状態に陥った時に、数ミリ秒で機能回復させ

るソフトウェア技術を開発している。また、マイコンが

異常状態に陥るメカニズムを分析するための物理セキュ

リティの研究も行っている。 

 特定の環境を想定してシステムを運用する場合、シス

テムが満たすべきセキュリティ要件が多数ある。システ

ムを運用する事業者は、システムの運用レベルやセキュ

リティレベルを維持するために、セキュリティ管理策を

選択する。選択すべきセキュリティ管理策の妥当性や十

分性を検証するためには、自身の管理策と他の管理策の

抽象度をそろえて、突合比較する必要がある。サイバー

フィジカルセキュリティ研究グループでは、管理策の突

合分析を支援するソフトウェアツールを開発している。

このツールは、自然言語処理技術や統計処理技術を用い

ることで、分析対象から抽出したキーフレーズを元に各

管理策の特徴量を決定し、それを元に管理策群を階層的

に構築し直す、あるいは既存の構造に振り分ける、とい

う機能を持つ。これにより、管理策の構造の分析や、管

理策の粒度の統一を支援することができる。セキュリテ

ィ要件をソフトウェアにより解析できると、人的コスト

を大幅に削減できて、見落としを減らせることが実験的

に判明している。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］組込みシステム、分析設計支援自動化、

高レジリエンス、超小型 OS 

 

［テーマ題目5］サイバーフィジカルソフトウェア工学の

研究  

［研究代表者］森 彰（ソフトウェアアナリティクス研

究グループ）  

［研究担当者］森 彰、磯部 祥尚、和泉 憲明、 
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西原 秀明、山形 賴之、崔 銀惠、 

北村 崇師、田口 研治、井上 純 

（常勤職員7名、他2名）  

［研 究 内 容］ 

 さまざまなデバイスがネットワーク接続され、地球規

模での最適制御が行われる将来の IoT 環境を想定したソ

フトウェア開発の手法について研究を行っている。特に、

現実空間と仮想空間にまたがるサイバーフィジカルシス

テムをどのようにテストするか、そして、発見された不

具合をどのように修正するか、という点に着目して研究

を進めている。2030年には1兆個の規模の IoT デバイス

が稼働するとも言われている。このようなシステムを人

手で維持・管理することは不可能であるため、不具合の

修正や軽微な機能拡張は、多くの部分をクラウド経由で

自動化することが必要となるであろう。こうしたプログ

ラミング作業の自動化のために必要な基礎技術の研究に

も取り組んでいる。社会インフラの多くの部分が IoT に

依存するに従い、セキュリティも大きな問題になってき

ている。この点に関し、大規模で複雑なシステムの安全

性を向上させる開発手法や、脆弱性を早期に発見し迅速

に修復する技術について研究を行っている。こうしたソ

フトウェアの不具合を仮想環境で同定するために、シミ

ュレーション技術と連携した実行時監視の技術について

も取り組んでいる。 

 平成29年度は、サイバーフィジカルシステムについて、

実稼働しているシステムのログを分析したり、設計時に

定義されたモデルをシミュレーション実行させたりする

ことで、不具合を同定する研究に取り組んだ。前者につ

いては、異常データを明示した教師付き学習によるので

はなく、正常時からの外れを教師なし学習により検知す

る手法の有効性を示した。後者については、モデルの振

舞いが仕様から逸脱するような初期状態を、深層学習に

より探索することで、従来手法よりも効率よく、異常な

振舞いを発見することができることを示した。従来から

研究を行ってきた組み合わせテスト設計については、自

動車や航空機の安全基準で用いられているテスト基準に

ついて、これを満たす最適なテストケースを高速に見つ

ける技術について研究を行った。いくつかの例について

実験を行い、既存手法を上回る性能を示すことがわかっ

た。 

 明らかになった不具合の原因を同定する手段としては、

ソースコードの変更を構文解析木の差分計算によって正

確に再構成し、編集系列を分割・統合して適用すること

で、テスト結果の反転を引き起こした編集操作を自動的

に同定する差分デバッギングの技術が有効である。Java

プログラムを対象にした昨年度までの取り組みを継続し、

数万行規模の大規模プログラムについて、回帰バグの原

因となったソースコード変更箇所をピンポイントで自動

同定できるばかりでなく、必要最小限の範囲で正常に稼

働していた前バージョンに引き戻す修正パッチを、自動

生成することが可能になった。 

 具体的なサイバーフィジカルシステムの不具合を発見

する技術としては、産総研で開発を進めているヒューマ

ノイドロボットの制御ソフトウェアを対象に、実行時情

報を常時記録することで、ごく稀にしか発生しない不具

合であっても、その原因の究明を容易にする技術の開発

に取り組んだ。リアルタイム性やログ記録に伴って発生

する処理遅延などの実行時制約をクリアしつつ、不具合

発生シナリオを実行時とは異なる環境で再現できる技術

について検討を行い、これが実ロボット環境でも有効に

機能することを確認した。 

 一方で、実際に不具合が発生してから対策を取るので

はなく、事前に不具合が発生しそうな箇所を予測できれ

ば、効率よくテストを実施したり、迅速に不具合修正を

行うことができる。この点に関して、深層学習の技術を

用いて、ソースコード修正のコミット単位で、不具合の

混入を予測する手法を提案し、既存手法よりも優れた性

能を持つことを示した。 

［領 域 名］情報・人間工学  

［キーワード］IoT、サイバーフィジカルシステム、高

信頼ソフトウェア 

 

［テーマ題目6］高機能クラウド暗号技術の研究  

［研究代表者］花岡 悟一郎（高機能暗号研究グループ）  

［研究担当者］花岡 悟一郎、縫田 光司、辛 星漢、

Nuttapong Attrapadung、松田 隆宏、

Jacob Schuldt、村上 隆夫、 

山田 翔太、照屋 唯紀、坂井 祐介 

（常勤職員10名）  

［研 究 内 容］ 

 現在までに暗号技術は非常に高度な発展を遂げている

が、その一方で、ネットワークサービスの目覚ましい進

歩に必ずしも追いついておらず、さらなる研究開発の必

要性が指摘されている。特に、パーソナルデータなどの

機密情報のクラウドを介した利活用により、一層高度な

情報サービスの創出が期待されているが、その際、十分

に利用者のプライバシを保護しながら、それらの機密情

報の高度利用を可能とする暗号技術は知られていない。

たとえば、利用者のゲノム情報を秘匿にしたままで、ゲ

ノム情報に基づく疾病リスクの診断が可能となれば、プ

ライバシの侵害を受けることなく高度な医療サービスを

受けることができるが、従来の暗号技術での実現は困難

である。 

 本研究の目的は、この問題を根本的に解決する新技術

TTP フリークラウド暗号を実現することにある。TTP

フリークラウド暗号とは、信頼できる機関（TTP）が不

要であることに加え、下記の要件①～③に応える方式と

なっている：要件①暗号化したままデータ処理が可能。

要件②復号権限を複数の利用者に柔軟に付与することが

可能。要件③量子計算機のような強力な攻撃環境に対し
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ても高度な安全性が保証される。 

 上記の目的に対し、本研究においては、準同型暗号や

関数型暗号の高安全化・高効率化を推し進め、得られた

結果を統合することを基本的な方針とする。その際、関

数型暗号においては原理的に TTP が必要となることか

ら、代理再暗号等に関する理論を応用することで、関数

型暗号から TTP の必要性を取り除くことを試みる。また、

設計を行う方式の安全性評価を行う際、なるべく強固な

安全性定義を設計し、その下での安全性証明を行う。さ

らに、安全性証明においては、量子計算機を用いたとし

ても求解が困難と予想される数学的問題の困難性に基づ

くものとなるように方式設計を行う。  

 平成29年度は、前年度までに開発し解読世界記録を達

成した格子問題求解アルゴリズムについて解析を行い、

その機能の理論的裏付けに成功した。格子問題の困難性

評価は完全準同型暗号や関数型暗号の安全性の基盤であ

り、これらの暗号技術を用いるうえで重要な検討事項と

なっている。この成果は、公開鍵暗号分野におけるトッ

プ会議である PKC 2018に採録となっている。また、格

子問題の困難性に基づく新たな IDベース暗号を設計し、

その効率性の評価を行った。提案方式においては、漸近

的にほぼ最適な水準まで効率化がなされている。この成

果も、暗号理論におけるトップ会議の一つである

CRYPTO 2017に採録となっている。これらの成果を含

め、本年度は Google Scholar サブカテゴリ Top20に含ま

れる国際会議において13件の成果の発表を行っている。

また、IF 付きジャーナルにおいても14件の成果が出版さ

れている。    

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］高機能暗号、公開鍵暗号、証明可能安全

性  

 

③【人間情報研究部門】 
（Human Informatics Research Institute） 

（存続期間：2015.4～） 

 

研究部門長：持丸 正明  
副研究部門長：兵藤 行志、谷川 民生 

総括研究主幹：井野 秀一（2017.7～） 

 

所在地：つくば中央第1、第2、第6、東事業所、 

臨海副都心センター 

人 員：73名（73名） 

経 費：805,564千円（417,655千円） 

 

概 要：  

人間情報研究部門では、人間の脳から感覚、身体、

行動、社会参加に至るまでの人間機能を理解し、その

個人差を把握した上で、製品・サービス・社会を人間

中心視点で構成するための研究を推進している。特に、

日常生活の様々な製品にセンサが内蔵され、インター

ネットに接続される IoT（Internet of Things）の時代

を見据え、生活における人間の状態や特性を身の回り

のセンサで観測し、個人の特性や状況に応じたサービ

ス提供によって、製品の使用価値を高めるための研究

を行う。これは、平均的な人間特性に合わせた画一的

な製品を提供するのではなく、観測した特性データに

応じたカスタマイズを可能とする製品とサービスの融

合ソリューションを提供することを指向する。このよ

うな製品とサービスの融合は、製品の付加価値を高め

るだけでなく、従来の画一的な製品では十分に配慮し

きれなかった子どもや高齢者、障がい者など多様な特

性を持つ人々の生活を支えるものとなる。 

このような研究の推進のために、人間情報研究部門

では3つの特徴のある研究アプローチを獲る。（1）第

一は、人間機能の研究と情報技術の統合である。人間

機能を深く理解することは重要であるが、それをセン

サやクラウド技術と統合し、製品とサービスの融合ソ

リューションに繋げることを指向したアプローチを獲

る。（2）このために、ディープデータとビッグデータ

の連携を意識した研究を推進する。ディープデータと

は、人間機能の精密で詳細なデータであり、実験室や

実験的環境で専門的に収集されるものである。質は高

い一方、被験者数や条件数などは限られることになる。

このディープデータを数理・統計モデル化し、それを

IoT で蓄積される人間特性のビッグデータと連携させ

る。ビッグデータは膨大な被験者数と条件数を網羅で

きる一方で、測定できる特性の種類やデータの質には

限界がある。ディープデータとビッグデータを連携さ

せることで、それぞれの不足を補い、ビッグデータ解

析だけでは得られない人間機能の推定と応用を目指す。

（3）このような製品とサービスの融合ソリューショ

ンが社会の中で持続的に提供されるために、これらの

研究を企業や医療機関、自治体などとの共同研究とし

て実施し、経済的・環境的・人的な継続性を念頭に置

いて研究を進める。すなわち、人間情報研究の要素技

術研究とは、人間と社会を研究対象とし、それらを「観

測」する技術、観測したデータを「分析・モデル化」

する技術、その結果を再び人間と社会に「提示」する

インタフェースの開発を意味する。ここで、観測・分

析によって得られた人間と社会に対する新しい知識そ

のものも重要な成果物である。われわれは、実験室で

得られたディープデータと、観測技術を実社会サービ

ス展開して蓄積されるビッグデータを連携させて、製

品とサービスの融合ソリューション提供を実現する。

そのソリューションとは、幅広いユーザに対して安全

で快適な生活を実現すること、さらに、その健康を維

持し、身体機能等を支えて生活機能を守ること、そし

て、人々が社会に貢献し、社会から認知される喜びを

享受できるようにすることである。 
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このような人間情報研究を支えるために、人間情報

研究部門には10の研究グループを設置している。その

研究グループは、大きく3つの研究分野として位置付

けられている。情報技術－人間生活工学－脳科学であ

る。情報技術と人間生活工学にまたがる研究を所掌す

るグループとして、サービスに関わる人の行動等の観

測とモデル化技術を研究する「サービス観測・モデル

化研究グループ」、それらのデータを活用してサービス

プロセスやエコシステムの設計を支援する「サービス

設計学研究グループ」、また、人間の身体・行動特性を

数理・統計的にモデル化し設計に活用したりサービス

に組み込んだりする研究を担当する「デジタルヒュー

マン研究グループ」がある。人間生活工学と脳科学に

またがる研究を所掌するグループとして、身体・感覚

系と製品・環境のインタフェースを研究する「人間環

境インタラクション研究グループ」、障がい者の生活支

援を主として身体機能的観点で研究する「身体適応支

援工学研究グループ」と感覚機能的観点で研究する「感

覚知覚情報デザイン研究グループ」を設置している。

さらに、これらの人間生活工学と脳科学を繋ぐ生活場

面での脳機能計測研究を担当する「脳機能計測研究グ

ループ」がある。脳科学と情報技術にまたがる研究は、

ニューロリハビリテーションなどへの展開を見据えた

目的基礎研究として脳機能の解明を進める「システム

脳科学研究グループ」、脳機能計測と情報技術を統合し

た BMI (Brain Machine Interface) 技術などを研究す

る「ニューロテクノロジー研究グループ」、さらに、人

間の脳の機能的構造を参考としながら人間機能ビッグ

データのモデル化技術としての機械学習技術を研究す

る「情報数理研究グループ」を置く。 

平成29年度では、これらのグループがグループ間、

さらには、部門を越えて内外と連携しながら、以下の

研究を重点課題として推進した。 

a）サービス工学：サービスに従事する従業員の業

務を自動化する研究ではなく、従業員や経営者、場合

によってはサービスに参加する消費者の能力を拡張す

ることで、サービス提供を効率化しつつ、その提供価

値を引き上げることで、サービスの生産性を向上させ

るための基盤技術研究と、その適用実証研究を推進す

る。 

b）組込み型デジタルヒューマン：人間機能ディー

プデータを蓄積・モデル化し、そのモデルであるデジ

タルヒューマンをシステムに組み込んでインタフェー

ス化することで、個人の特性や状況に適応したサービ

スを提供するための基盤技術研究と、その実用化研究

を推進する。 

c）食べる楽しみの回復技術：健康は、休養（睡眠）、

食事、運動のバランスで形成される。人間情報研究部

門では、食事にも焦点を当て、嚥下・摂食機能の評価

と支援、さらに食べる楽しみを回復させるための技術

を研究する。 

d）アクセシブルデザイン：高齢者や障がい者の視

覚、聴覚機能の多様性を示すデータベースと、これら

に配慮して製品・環境を設計するための研究を推進す

る。特に、国内外の標準を活用しながら社会実装を推

進するアプローチに特徴がある。 

e）ニューロコミュニケーター：発話や身体運動での

意思伝達が困難な患者に対して、脳波で意思伝達でき

る技術開発と実証研究を推進する。同装置を用いて、

消費者の潜在的な注意状況を評価できる可能性があり、

市場調査への適用も研究する。 

f）ニューロリハビリテーション：脳卒中などで脳機

能が損傷した場合、脳の可塑性を活かして新しい神経

回路網を構成することで、身体機能を回復させるニュ

ーロリハビリテーション研究を推進する。このために

動物実験等で回復目標となる神経回路網を明らかにす

る研究、脳機能計測により回復過程を可視化する研究、

さらに、目標に向けた回復を加速する介入技術の研究

を総合的に行う。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金： 

交付金 戦略予算 

スポーツ用義足の研究開発を通じた障害者スポーツ市場

開拓への挑戦 

 

交付金 戦略予算 

超多様化社会に対応する革新的 IoT デバイスと AI クラ

ウドを組み合わせたサービス技術の開発（柏拠点戦略） 

 

交付金 戦略予算：理研－産総研「チャレンジ研究」 

運動による遺伝病情報制御の解明と応用-仮想現実とロ

ボティクスの融合による高度高齢化社会支援の社会実装 

 

交付金 戦略予算：理研－産総研「チャレンジ研究」 

量子技術と機械学習の融合による革新的計算基盤の創成 

 

交付金 地域産業活性化人材育成事業 

嚥下活動計測用センサシートの計測性能向上方法の検討 

 

交付金 地域産業活性化人材育成事業 

デジタルヒューマン技術 

 

交付金 地域企業連携マッチングファンド事業 

身体運動特徴評価結果 

 

交付金 標準化戦略 FS 

日常生活歩行速度によるフレイルティ測定方法と関連機

器に関する国際標準化 

 

交付金 標準化戦略 FS 
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Cerebral tissue oximeter の性能と安全に関する国際標

準化 

 

交付金 地域企業連携スタートアップ事業 

瞬きによる意思伝達装置 

 

交付金 萌芽構築支援事業 

近赤外脳機能計測装置及び計測法 

 

外部資金： 

経済産業省／一般財団法人日本規格協会 省エネルギー

に関する国際標準の獲得・普及促進事業委託費 

ダイナミック・サイニングに関する国際標準化 

 

経済産業省／一般財団法人日本規格協会 戦略的国際標

準化加速事業（国際標準共同研究開発・普及基盤構築事

業） 

社会のユニバーサルデザイン化に向けたアクセシブルデ

ザイン（AD）製品の国際標準化等 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

次世代人工知能・ロボット中核技術開発／次世代人工知

能技術分野／人・機械協働生産のための人工知能を活用

した作業者モデル構築に関する研究開発 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

次世代人工知能・ロボット中核技術開発／次世代人工知

能技術分野／健康増進行動を誘発させる実社会埋込型

AI による行動インタラクション技術の研究開発 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

SIP（戦略的イノベーション創造プログラム）／革新的

設計生産技術 リアクティブ3D プリンタによるテーラ

ーメイドラバー製品の設計生産と社会経済的な価値共創

に関する研究開発 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

次世代人工知能・ロボット中核技術開発／（革新的ロボ

ット要素技術分野）ブレイン・マシン・インターフェー

ス/脳波によるヒト型ロボット高速制御技術の実現可能

性に関する検討 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

エネルギー・環境新技術先導プログラム／生産性と省エ

ネ化を向上させる認知行動支援 VR／AR 技術の開発 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

次世代人工知能・ロボット中核技術開発／次世代人工知

能技術分野／物流サービスの労働環境改善と付加価値向

上のためのサービス工学×AI に関する研究開発 

国立研究開発法人科学技術振興機構 研究成果展開事業

（COI プログラム） 

精神的価値が成長する感性イノベーション拠点 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（さきがけ） 

情動や運動の記憶保持機能を基盤とした次世代語彙学習

システムの設計 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（さきがけ） 

身体環境インピーダンスのアクティブデザインによる運

動・感覚能力の獲得手法の具体化とインタラクションの

検討 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 未来社会創造事業 

次世代計測・デジタル身体モデル 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（RISTEX） 

多世代視覚障害者移動支援システムにおけるクラウド・

ナビ・訓練システムの社会実装 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（RISTEX） 

B.訓練雛形改良とマニュアル改訂 C.HP メンテナンス

と広報活動 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 研究成果展開事業

（産学共創プラットフォーム共同研究推進プログラム）

（OPERA） 

人と知能機械との協奏メカニズム解明と協奏価値に基づ

く新しい社会システムを構築するための基盤技術の創出

に関する国立研究開発法人産業技術総合研究所による研

究開発 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 長寿・障害総合研

究事業 障害者対策総合研究開発事業 

脳性麻痺者・脳卒中者の意思伝達支援のための非接触ジ

ェスチャ認識インタフェースの開発 

 

農林水産省（国立研究開発法人水産研究・教育機構 東

北区水産研究所） 

貝類養殖業の安定化、省コスト化・効率化のための実証

研究 

 

公益財団法人精密測定技術振興財団 平成29年度 助成

金対象調査・研究事業 

歩行動作時の足部機能評価を目的とした足底部圧・剪断

力計測デバイスの開発 
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公益財団法人明治安田厚生事業団 第33回（2016年）若

手研究者のための健康科学研究助成 

心拍と動作リズムとの同期現象が生じた運動中の脳循環

特性の解明－脳循環の維持・改善に効果的な運動様式の

探索－ 

 

一般財団法人日本健康開発財団 平成28年度研究助成 

入浴後の立ちくらみの起こし易さの機序解明－動脈ステ

ィフネスおよび圧受容器反射感受性の関与－ 

 

公益財団法人石本記念デサントスポーツ科学振興財団 

平成29年度研究助成金 

近位大動脈拍動緩衝機能に対する水中運動の効果 

 

一般財団法人日本規格協会 

高齢社会対応標準化「フレイルの測定方法・精度に関す

る調査」 

 

一般財団法人日本規格協会 

プラスチックフィルム製キャリー袋に関する日本工業規

格（JIS）原案作成に伴う、同原案に規定された評価試

験方法の妥当性検証に関する研究請負業務 

 

科学研究費助成事業 新学術領域研究（研究領域提案型） 

カーネル法による高次元データの非線形スパースモデリ

ング 

 

科学研究費助成事業 新学術領域研究（研究領域提案型） 

スパースモデリングを用いた側頭葉における顔の情報コ

ーディングの研究 

 

科学研究費助成事業 新学術領域研究（研究領域提案型） 

顔の質感情報の時間的コーディングの研究 

 

科学研究費助成事業 新学術領域研究（研究領域提案型） 

咀嚼筋電音フィードバックを用いた食質感知覚メカニズ

ムの解明 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（A） 

ホームケアをサポートする人間生活調和型コンパクトア

クチュエータの総合的研究 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（A） 

データ同化手法を用いた身体障害者の共創的衣服作製に

関する研究 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（A） 

超人スポーツのための個人別環境身体ダイナミクス同定

技術と身体能力拡張技術の研究 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

多感覚情報の統合・分離とその神経基盤 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

身体感覚と環境認知の統合モデルを用いた「食事の楽し

さ」の評価手法の開発 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

音環境理解に基づく音響計測環境の活性化支援の仕組み

づくりに関する研究 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

重度肢体不自由者支援のための適応的ジェスチャインタ

フェースの研究 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

映像コンテンツのバリアフリー化のための認知特性を考

慮した字幕設計評価ツールの開発 

 

科学研究費助成事業 特別研究員奨励費 

自己と他者の情報処理に関わる神経基盤の解明 －比較

認知神経科学によるアプローチ－ 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

An adjoint functors approach to models of cognition 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（C） 

動画像特徴による形状予測に基づく変形物体の追跡手法

の研究 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（C） 

自己選択による意思決定情報の可視化と解読 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（C） 

側頭葉顔ニューロンにみられる時間的情報コーディング

の神経機構の解明 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（C） 

予約取引と現物取引を融合した市場メカニズムの提案 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（C） 

データマイニングにおける中立・公正性に配慮するデー

タ変換技術 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（C） 

地域生活者行動データプラットフォームを活用した高齢

者福祉サービスの高度化 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（C） 

バーチャルリアリティを用いた発達障害児・者の空間認
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知能力評価とその改善 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（C） 

移動距離で切り替る作業記憶システム間の海馬―前頭前

野路内相互作用機構の研究 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（C） 

ニューラルネットワークの特異点の解消 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（C） 

脳損傷後に生じる運動出力経路の再編成 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（C） 

寝具－人体熱収支モデルの構築による寝床内温熱環境評

価手法の開発 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（C） 

電気刺激が認知機能に関わる神経機構に与える影響 

 

科学研究費助成事業 挑戦的萌芽研究 

ロービジョン者の紙面書字活動を支援する新奇な拡大読

書器の提案と開発 

 

科学研究費助成事業 挑戦的萌芽研究 

生活習慣病予防の健康セルフチェックのための触覚ヘル

スメータの開発 

 

科学研究費助成事業 挑戦的萌芽研究 

知覚が反射性眼球運動に与える影響－意識と不随意運動

の相互作用－ 

 

科学研究費助成事業 挑戦的萌芽研究 

運動学習における腹側被蓋野の役割解明と同領域の賦活

化による運動機能調節の試み 

 

科学研究費助成事業 挑戦的萌芽研究 

視覚・言語統合型人工知能システムに基づく脳情報イン

タフェース技術の開発 

 

科学研究費助成事業 挑戦的萌芽研究 

学びの「楽しさ」は睡眠中の記憶定着を促進するか 

 

科学研究費助成事業 若手研究（B） 

機械学習を利用した反応材料分布と環境エネルギー条件

の推定法構築 

 

科学研究費助成事業 若手研究（B） 

スパース辞書学習による信号の構造を利用した柔軟な多

次元信号処理 

 

科学研究費助成事業 若手研究（B） 

ランニング障害予防を目的とした接地方法の提案：関節

のてこ比に着目して 

 

科学研究費助成事業 若手研究（B） 

脳梗塞サルモデルを用いた機能回復メカニズムの統合的

理解 

 

科学研究費助成事業 若手研究（B） 

脳波と末梢神経系指標による感情状態の解読－コミュニ

ケーションにおける感情伝染－ 

 

科学研究費助成事業 若手研究（B） 

歩行寿命の延伸を目指した足部支援システムの開発 

 

科学研究費助成事業 若手研究（A） 

スポーツ用義足における生体力学的特性の解明とデータ

ベースの構築 

 

科学研究費助成事業 国際共同研究加速基金（国際共同

研究強化） 

動脈硬化の加齢変化の個人差を生むメカニズムの解明－

10年間の追跡に基づく検討－（国際共同研究強化） 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（A） 

フレイル予防のための人間支援デバイスに関する医歯看

工の連携研究 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

情報幾何学に基づく分布データに対する機械学習手法の

開発 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

感性・意欲・情動系神経ネットワークを駆動する運動プ

ライミングの神経基盤の解明 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

近位大動脈ウインドケッセル機能-脳循環動態連関の解

明：脳疾患発症予防の基礎研究 

 

科学研究費助成事業 若手研究（A） 

運動制御メカニズムのパラメトリック表現とその変容に

よるアクシデントの推定と予防 

 

科学研究費助成事業 新学術領域研究（研究領域提案型） 

サル内包梗塞モデルを用いた身体表現適応機構の解明 

 

科学研究費助成事業 新学術領域研究（研究領域提案型） 

疑似制約による上肢機能の変容・適応過程の解明 

 



研 究 

(148) 

科学研究費助成事業 基盤研究（C） 

モバイル生体センシング基盤における分散複合イベント

処理に関する研究 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（C） 

高齢者・視覚障害者（ロービジョン）のためのダイナミ

ック・サインの研究 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（C） 

時間と質感の接点-質感によって符号化される多感覚情

報の時間ずれについての検討- 

 

科学研究費助成事業 若手研究（B） 

痛み感覚の客観的な評価を目指した触覚刺激呈示装置の

研究 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

視覚情報の眼球運動を超えた時空間統合機構の研究 

 

科学研究費助成事業 特別研究員奨励費 

多様な心の性をかたちづくる神経基盤の解明 

 

科学研究費助成事業 若手研究（B） 

情動の潜在機能を引き出す情報基盤技術の構築と活用 

 

科学研究費助成事業 挑戦的萌芽研究 

ヘッドマウント式輻輳計測装置による眼球運動計測から

わかる視覚情報処理 

 

科学研究費助成事業 挑戦的萌芽研究 

認知症を防ぐオン・ベッド・リハビリテーションシステ

ムの開発 

 

科学研究費助成事業 挑戦的萌芽研究 

運動習慣のない高齢者への工学・心理学的アプローチに

よる運動支援手法に関する研究 

 

科学研究費助成事業 新学術領域研究（研究領域提案型） 

スパースモデリングと高次元データ駆動科学創成への支

援と広報 

 

科学研究費助成事業 新学術領域研究（研究領域提案型） 

潜在的運動における学習適応メカニズムの解明と計算モ

デル構築 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（A） 

アパレルの質と国際競争力向上の基盤となる日本人の人

体計測データの構築と多角的分析 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（A） 

サービスイノベーションにおける科学的・工学的手法の

役割と価値に関する基礎的研究 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（A） 

高齢者、介護スタッフの思いを記録し記憶へと繋ぐシス

テム 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

多利用者・多状況に共通する特性の抽出による情報転移

BMI 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

立体視的3次元知覚に及ぼす背景面の効果－奥行き、方

向、数量知覚について 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

機械学習における統計的安全性の理論 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

未来予測情報を起点とするサービスシステムの設計・運

用手法に関する研究 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

アパレルの国際競争力の強化を目指した３D バーチャル

工業用ボディの開発と性能評価 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

3次元機能回復モデル規範型リハビリシステムの開発に

よる麻痺手使用機会の向上 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

ランダム化比較試験による認知症等を有する高齢者に対

するロボットパロの効果 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

行動決定における報酬価値の脳内分散表現メカニズム 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

白杖・車いす・義手義足の身体化モデルの実験的検討を

通した身体知覚に関する考察 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

フェムト秒レーザーを用いた時間分解計測による生体光

学特性値の推定 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B）（特設分野研究） 

「懐かしい匂い」と創造活動による認知症の人の安心で

きる居場所作りとその効果検証 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B）（特設分野研究） 
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情報空間による都市空間強化のためのワイヤレス神経網

の実証的研究 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B）（特設分野研究） 

人工物ジレンマの解決のための情報設計方法論の構築 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（C） 

運動視覚におけるマルチスケール神経情報処理機構の解

明 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（C） 

手内筋麻痺指に対する指機能再建法の生体工学的検討 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（C） 

嗅覚における注意の機能に関する心理学的研究 

 

科学研究費助成事業 挑戦的萌芽研究 

「空気を読む」為の発達障害者向け視線誘導訓練の研究

開発 

 

経済産業省／一般財団法人四国産業・技術振興センター 

平成29年度戦略的基盤技術高度化支援事業（機関補助金） 

大型車に特化した危険予測可能な後側方障害物センサの

開発 

 

経済産業省／公益財団法人京都高度技術研究所 平成

29年戦略的基盤技術高度化支援事業（機関補助金） 

高精度な人間センシングを低コストで実現するためのウ

ェアラブル IoH センサの開発 

 

企業からの資金提供型共同研究：54件 

 

発 表：誌上発表256件、口頭発表392件、その他27件 

--------------------------------------------------------------------------- 

サービス観測・モデル化研究グループ 

（Service Sensing, Assimilation, and Modeling 

 Research Group） 

研究グループ長：蔵田 武志 

（つくば中央第1、第2） 

概 要： 

 サービスの生産性や持続性の向上、サービスオペレ

ーションの革新、新サービス設計及び価値共創社会の

構築のために、ヒト、モノ、コト（プロセス）の微視

的・巨視的な把握に資する計測・モデル化とその応用

としての分析・シミュレーション・オークションに関

する研究開発及び実証に取り組む。 

現場のラボ化、ラボの現場化について、まず、歩行

者推測航法（PDR）及び車両推測航法（VDR）を中核

とした広域サブメートル統合測位技術、詳細行動計測

技術等の G 空間コンピューティング研究開発を推進

する。次に、サービスフィールドシミュレータ（SFS）、

人流分析、従業員の作業プロセスデータ同化シミュレ

ーション、可視化（情報循環）等の各技術群の開発を

進める。 

社会問題解決型研究としては、災害救助支援、医療/

障害者支援、都市設計などの各プロジェクトを推進し

ながら、観測・モデル化等の技術ニーズを捉えた技術

開発や実用化研究に取り組む。 

オークション技術については、産直販売を促進する

ための電子商取引市場「おらほのカキ市場」でのオン

ラインダブルオークションに関する実用化研究とその

応用展開を進める。さらに、広告のための Real-time 

Bidding（RTB）技術を売買に拡張した H-Market モ

デルに基づく応用技術の開発を継続し、ベンチャーで

の開発術の社会実装を推進する。 

研究テーマ：テーマ題目1 

 

サービス設計学研究グループ 

（Service Design and Implementation Research 

 Group） 

研究グループ長：竹中 毅 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

現在、多くのサービス産業では、人口減少に伴う人

手不足が大きな社会的課題となっており、さらなる生

産性向上とともに、顧客、従業員、企業の三者にとっ

ての価値を高め、持続可能なサービスシステムを再設

計することが非常に重要な課題となっている。 

一方、製造業では、IoT の発展により、ユーザの製

品使用に関わるビッグデータが蓄積されつつあり、製

造とサービスの融合による新たな製品サービスシステ

ムの創出が期待されている。 

サービス設計学研究グループでは、実サービスを通

して得られるビッグデータをもとに、サービスの価値

を、機能（品質）、顧客満足、従業員満足、企業の収益

性といった異なる視点から多面的に評価するとともに、

新たなサービスを（再）設計、創出するための支援技

術の開発を行っている。 

具体的には、サービス・ベンチマーキング技術の一

環として、多様な生活者の価値観やライフスタイルを

指標化するためのライフスタイル分類技術、従業員満

足度の測定方法や指標を標準化し、業種内、業種間で

比較可能にするベンチマーキング技術、さらに、様々

な指標をもとにサービスをモデル化し、新たなサービ

スを（再）設計するための支援技術を開発してきた。

平成29年度には、多様な消費者や従業員をエージェン

トして、サービスの受容性をモデル化し、新たなサー

ビスシステムの均衡解を検証するビジネスモデルシミ

ュレータの開発を目指す。 

また、現在、経済活動の大きな部分を占めるように



研 究 

(150) 

なってきた e-commerce やシェアリングエコノミーを

はじめとする様々なプラットフォームビジネスをモデ

ル化し、エコシステムの実現に向けたルールやメカニ

ズムを明らかにするためのプラットフォームエコシス

テムの研究を行う。さらに、製品や環境から取得され

る IoT データから人間行動や環境変化、サービス提供

プロセスをモデル化し、新たなサービスの設計や製造

業のサービス化を支援する研究を行う。 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目3 

 

情報数理研究グループ 

（Mathematical Neuroinformatics Group） 

研究グループ長：赤穗 昭太郎 

（つくば中央第2） 

概 要： 

脳の神経回路は、従来の情報処理技術では不可能な

柔軟で複雑な情報処理を行っている。当研究グループ

では、脳の情報表現や学習・適応のアルゴリズムがど

うなっているか、なぜ神経回路のような構造が情報処

理をする上で有用なのか、といった問題を通じて、脳

の計算原理を数理的に理解することを目指す。具体的

には、情報幾何学や関数解析学、圏論などといった数

学的な道具を使って、データ駆動科学や機械学習、パ

ターン認識などの応用分野にも適用可能な学術的な知

見を積み重ねている。 

研究テーマ：テーマ題目6 

 

デジタルヒューマン研究グループ 

（Digital Human Research Group） 

研究グループ長：多田 充徳 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

デジタルヒューマン研究グループでは、多様な特性

を持つ人々の「生活の質」を向上させるために、（1）

人の形状、感覚、運動、行動、生活を数値化し、計算

機上での取り扱いを可能にする計測技術、（2）計測し

たデータを統計学的、運動学的、または動力学的に解

釈し、再利用に向けたデータベースの構築や、計算機

上でのシミュレーションを可能にする数理モデル、（3）

構築した数理モデルを活用し、身体に適合した製品、

運動パフォーマンスを向上させる製品、そして生活機

能を向上させる環境・サポートなどを可能にする介入

技術を研究している。 

平成29年度は、デプスセンサや IMU センサのよう

に環境や身体に設置された簡易センサを活用すること

で、生活環境における人の感覚や振る舞いをリアルタ

イムに計測するための技術や、身体モデルに対する運

動学演算や動力学演算を用いることで、計測データを

力学的に解析するための技術を研究した。また、運動

中の関節トルク変化や、運動に伴うフットプリントの

軌跡など、解析した情報を視覚的にフィードバックす

ることで、製品の身体適合性、運動のパフォーマンス、

そして生活の楽しみを向上させるための様々な介入技

術に関する研究も継続して実施した。特に、計測から

解析までがリアルタイムに行える場合には、即時的な

介入によるゲーミフィケーションを、リアルタイムな

計測と介入が困難な場合には長期的な介入によるサー

ビタイゼーションを実現することで、計測と介入のル

ープが持続するような枠組みを構築する。 

研究テーマ：テーマ題目2、テーマ題目4 

 

身体適応支援工学研究グループ 

（Physical Fitness Technology Group） 

研究グループ長：井野 秀一 

（つくば中央第6） 

概 要： 

少子高齢社会において安全・安心で質の高い生活

（Quality of Life: QOL）の実現を後押しする多様な人

間支援技術の構築を目指し、人間の生理機能・感覚運

動機能・スキル等を計測・評価する手法を開発すると

共に、それらを基盤とする下記の研究テーマに取り組

む。 

（A）心身適応力向上のためのリハビリテーションに

関する研究：脳神経系情報処理や循環系機能等を

調べる生理計測・評価および刺激制御に関する新

しい手法を構築し、これらを応用したニューロリ

ハビリテーションやヘルスケア技術の社会実装に

向けた基盤創成を目指す。 

（B）心身親和性と残存機能に着目した生活支援技術

に関する研究：運動機能や感覚機能を QOL 向上の

視点を交えて評価する人間計測技術を開発し、高

齢者や障害のある人たちの楽しく活動的な日常生

活や機能訓練を支えるヒューマンインタフェース

に関する福祉技術の構築を現場連携で目指す。 

研究テーマ：テーマ題目3、テーマ題目6 

 

人間環境インタラクショングループ 

（Human Environment Interaction Research Group） 

研究グループ長：小早川 達 

（つくば中央第6） 

概 要： 

人間環境インタラクション研究グループでは、快適

で安全な社会生活を実現する人間計測評価技術の開発

として「ヒトの心身・精神の健康と環境との関係性を

導き出す計測を人間および環境側の双方から実施する

研究」を行う。また環境とは物理環境のみならず社会

環境、労働環境、対人環境、経済環境等を包含する。

さらに計測だけではなく、計測結果を計測対象にフィ

ードバックする介入を行った時の計測対象の変化をと

らえ、人の内部に存在するメカニズムを解明し、それ
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らを基に介入を含めたダイナミックな系を対象とした

計測技術の開発に挑戦する。また前述を実現するため

に、サイバーフィジカルシステム技術の開発として、

人と環境の関係性をセンシングする技術またはディバ

イスにより、人の感覚またはアクティビティをセンシ

ングする研究、および得られたデータをサービスや人

の活動にフィードバックすることにより人にとっての

環境をより良くする研究開発を実施する。より具体的

には、 

（1）視覚・聴覚・触覚・味覚・嗅覚・温熱感覚の各

特性を利用した感覚再現インターフェイスおよび質感

の再構成や環境デザインに関する研究を実施する。そ

れぞれの感覚の特性の理解を進めつつ、視覚及び触覚

による感覚ディスプレイ、音による感覚情報提示環境

デザイン、社会実装段階として感覚ディスプレイディ

バイスによる社会実装研究を推進する。 

また、（2）健康増進と安全に資する人間計測技術

および情報提示に関する研究に取り組む。健康増進に

取り組む個人またはコミュニティを増加させるために

循環器機能、温熱環境、睡眠、継時的な楽しさやモチ

ベーションの変化などの人間計測技術を開発し、計測

結果を計測対象群にフィードバックすることにより健

康増進活動を加速させるための研究開発を実施する。

また、医療機関での医療過誤の原因を探り、現存の医

療機器を IoT・高機能化させることで、医療業務の効

率化を測る。また、運転中の事故防止技術の開発に取

り組む。 

そして、（3）製造現場のリアルタイムの人の動き

のモニタリング研究にも取り組み、その結果からより

一層の業務の効率を向上させる提言につなげる。 

研究テーマ：テーマ題目3 

 

感覚知覚情報デザイン研究グループ 

（Sensory and Perceptual Information Design Group） 

研究グループ長：氏家 弘裕 

（つくば中央第6） 

概 要： 

人間の視覚、聴覚、体性感覚、平衡覚等に関する基

礎研究を通じて、これら感覚・知覚特性に適合した人

間中心の製品設計技術（感覚知覚情報デザイン技術）

の開発を遂行することで、高齢者・障害者への配慮を

包含する人間工学の実践や生体安全で利便性の高い視

聴覚環境の整備を目標として、以下の主要課題を実施

する。 

（1）アクセシブルデザイン技術の開発と普及活動： 

 さまざまな年代や障害者に対して蓄積してきた

感覚知覚特性に関するデータベースの公開や、これ

らに基づく高齢者・障害者配慮の設計（アクセシブ

ルデザイン）指針の国内外での規格化を推進すると

ともに、製品開発の現場で求められるアクセシブル

デザイン技術の開発・普及とその基盤となる感覚知

覚認知特性についての解明を進める。 

（2）映像の生体安全性技術の開発と普及活動： 

 映像酔いなど映像情報による生体影響の低減に

配慮した映像情報提示環境の普及をめざして、生体

影響特性を基盤とする映像ガイドラインの規格化

や近年注目されつつある HMD の人間工学的指針

の規格化を推進するとともに、これら映像の生体安

全性の普及展開に資する映像情報評価技術の開発

を進める。 

（3）製品･環境等のパフォーマンス適合性技術開発： 

 複合感覚（視覚、聴覚、体性感覚等）情報に関す

る諸特性やこれらの感覚情報フィードバックに基

づく動作特性の解明を基盤として、インタラクティ

ブなマルチメディア情報提示環境の設計技術開発

を進める。 

研究テーマ：テーマ題目4、テーマ題目6 

 

脳機能計測研究グループ 

（Brain Function Measurement Research Group） 

研究グループ長：谷川 ゆかり 

（つくば中央第6、第2） 

概 要： 

 ユニットのミッションである「多様な特性を持つ

人々の生活・社会参加を、経済産業活動を通じて実現

することを目標とし、この実現に向けて、人を知り、

人に合わせ、人を高める技術の研究開発と社会実装を

行う」において、当グループは、「快適で安全な社会生

活を実現する人間計測評価技術の研究開発」、そして

「従来は計測できなかった、観ることができなかった

物理的・生理的事象を計測可能とする技術開発」を基

軸として連携研究を推進し、その達成に貢献すること

を目標とする。 

 具体的には、電磁波（ラジオ波（MRI）、赤外光、

近赤外光、可視光、放射線）を用いた新規検出・解析

方法の創出及び高度化と共に、電気生理計測、生化学

計測等の相互補完的な活用によって、（1）生活環境で

の正確なヒト脳機能モニタリングの実現に資する「ヒ

ト脳活動の機能的分光計測技術」、（2）脳・生体組織

の新規計測方法の開発と機能解明に資する「脳・生体

組織の物理・生理情報新規計測技術」の確立を推進す

る。 

研究テーマ：テーマ題目6 

 

ニューロテクノロジー研究グループ 

（Neurotechnology Research Group） 

研究グループ長：長谷川 良平 

（つくば中央第2） 

概 要： 

神経科学研究で得た知見に基づき、人々の「生活の



研 究 

(152) 

質（QOL）」向上や、新産業の創出を視野に入れたさ

まざまな研究開発を行う。そのため、人や動物の脳・

神経系の構造・機能を調べる基礎研究と先端医工学技

術を融合させることによって、身体及び精神機能を補

償・拡張するブレイン-マシン インターフェース（BMI）

等の開発・実用化を目指している。特に精力的に開発

を行っているのは以下のテーマ： 

1）脳波による意思伝達装置「ニューロコミュニケー

ター」、2）セラピー効果のある動物型ロボット「パロ」、

3）障碍者・高齢者等配慮視覚支援技術と標準化、4）

脳型人工知能、5）リアルタイムニューロマーケティ

ング、6）マルチモーダル感性支援技術である。 

具体例として1）に関する詳細を紹介する。本テー

マでは、脳と機械を繋ぐ BMI 技術として、頭皮上で

非侵襲的に計測した脳波のリアルタイム解読によって

脳内意思を解読し、CG やロボットのアバターを介し

て外部に伝達する装置「ニューロコミュニケーター」

の開発を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目5 

 

システム脳科学研究グループ 

（Systems Neuroscience Group） 

研究グループ長：高島 一郎 

（つくば中央第2） 

概 要： 

高次脳機能の神経科学的研究を行い、脳で行われて

いる認知や行動様式の基礎となっている情報処理の仕

組みの解明を目指す。表情など複雑な視覚刺激の認識、

感覚情報の統合、選択的注意、運動指令の構築、時間・

空間表現などの脳内メカニズムの解明を進めることに

より、脳が持つ高い適応能力を備えた人工知能技術や、

脳の潜在能力を引き出し支援する情報システム技術の

実現に向けた基盤的研究を展開する。脳機能計測をコ

ア技術として、神経情報を各種電子機器の制御に利用

するブレイン・マシン・インタフェース（BMI）技術

や、疾病診断の生理的指標として有用な視線・瞳孔計

測装置などの開発を進める。脳内化学的信号伝達の可

視化など新しい脳機能計測技術の開発にも挑戦する。

また、脳損傷モデル動物を用い、脳損傷後の回復に伴

う脳の機能および構造変化を解明することにより、脳

のメカニズムに基づく新しいニューロリハビリテーシ

ョン技術の提案を行う。 

研究テーマ：テーマ題目6 

--------------------------------------------------------------------------- 

［テーマ題目1］サービス工学 

［研究代表者］持丸 正明（人間情報研究部門） 

［研究担当者］大隈 隆史、河本 満、蔵田 武志、 

興梠 正克、平野 聡、宮下 和雄、 

依田 育士（以上、サービス観測・モデ

ル化研究グループ）、 

河本 満、幸島 明男、竹中 毅、 

三輪 洋靖、山本 吉伸（以上、サービ

ス設計学研究グループ）、 

車谷 浩一（人間情報研究部門）、 

本村 陽一、櫻井 瑛一、西村 拓一、 

福田 賢一郎、渡辺 健太郎（以上、人

工知能研究センター） 

（常勤職員18名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

サービスは GDP においても雇用においても日本経済

の7割を占めるようになった。特に、急速に進む少子高

齢化などの社会構造変化や、企業の業務効率化のための

アウトソーシングなどによりサービスへの需要は拡大し

ており、製造業と並んで日本の経済成長の牽引役となる

ことが期待されている。しかし、このような期待に対し

てサービス産業の生産性の伸び率は低く、その向上は急

務となっている。こうした状況を背景として、政府レベ

ルの政策においても、サービス生産性向上は重要課題と

位置づけられている。 

これを受け、本研究課題では、サービス現場において

データに基づいて仮説を立て、それを検証しながらサー

ビスを改善していく「サービスの最適設計サイクル」が

自立的に廻るようにすることをグランドチャレンジに据

える。このグランドチャレンジに向けて、最適設計サイ

クルの要素となる観測、分析、設計、適用の各技術群の

研究開発と実用化、さらにはサービス産業への最適設計

サイクルの普及を目標とする。 

サービス観測・モデル化技術に関する研究に関しては、

歩行者自律航法（PDR: Pedestrian Dead Reckoning）

の考え方を応用した振動解析ベースの車両自律航法技術

（VDR: Vehicle/Vibration-based Dead Reckoning）の

研究開発を立ち上げた。メニーセンサでの全身姿勢と位

置方位の同時計測システムを開発した。企業と FPGA

（Field Programmable Gate Array）を用いたカメラ一

体型ステレオビジョンの開発を行い、車両の衝突検知と

人流解析を応用先としたコアパーツの基礎開発を完了さ

せた。統合測位についても、オフライン準最適化手法と

時系列パーティクル投票によるエリア判定手法を開発し

た。サービスフィールドシミュレータ（SFS）のパーソ

ナルモビリティシミュレーション等の機能拡張を支援し

た。 

社会問題解決型研究においては、まず、ER（緊急処置

室）シミュレーション教育について、心肺停止（CPA）

症例を1年間継続実施し、その教育モデルをまとめた。

災害医療救護訓練雛型などを HP で無料配布するととも

に、2種のアプリを無料公開した。 

シミュレーションによるサービス設計支援に関しては、

より公正な生鮮品のオークションメカニズムとして、バ

イヤーの取引失敗に対して個人合理性を保証しながらペ

ナルティを課すメカニズムを考案し、マルチエージェン
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トによるシミュレーション実験により、当該メカニズム

がセラーの収益を改善することを確認した。流通分野に

おける具体的な課題を解決するための制度設計に関して

は、これまでのカキを対象とした電子商取引実証を、生

鮮品の電子商取引一般的に拡張した。 

サービス設計工学の実践的アプローチに関しては、看

護・介護サービスの現場において、従業員が主体的に作

業プロセスを見直し、その作業に必要となる道具の仕様

を考え、業務改善することを支援する現場参加型開発支

援技術の構築を進めた。特に、従業員が暗黙に体得して

いる行動知識を、小さい知識インスタンスとして聞きだ

し、これを介護マニュアルから構成した介護プロセスの

知識構造（オントロジー）のツリー上に配置し、現場起

点での介護知識構造体系を構築した。これを従業員に共

有することで、従業員個人の暗黙的な知識を組織全体で

共有することができるようになった。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］サービス工学、現場のラボ化、ラボの現

場化、製造業のサービス化、地域活性化、

行動計測、環境センシング、G 空間コン

ピューティング、複合現実、アクション

リサーチ、現場参画型開発、現場共有知、

ビッグデータ、機械学習、人工知能、サ

ービス最適化、サービス設計、データ同

化、社会シミュレーション、マルチエー

ジェントシミュレーション、情報循環、

ビッグデータ、ディープデータ、ピアデ

ータ 

 

［テーマ題目2］組み込み型デジタルヒューマン 

［研究代表者］多田 充徳（デジタルヒューマン研究グ

ループ） 

［研究担当者］多田 充徳、宮田 なつき、小林 吉之、 

保原 浩明、村井 昭彦、中嶋 香奈子、 

橋詰 賢、丸山 翼、河内 まき子（以

上、デジタルヒューマン研究グループ） 

（常勤職員6名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

従来のデジタルヒューマン技術とは、CAD ソフトウェ

アと連携して、製品の操作性や安全性をコンピュータ上

で検証するための身体モデルと、そのような検証を行う

ための一連のアルゴリズムのことであった。この狭義の

デジタルヒューマンに代わり、製品や環境など様々なシ

ステムに組み込むことで、製品の使用価値やサービスの

共創を実現するための技術が組み込み型デジタルヒュー

マンである。実験室での評価実験と、コンピュータを用

いたオフライン解析が主たる方法論であった従来のデジ

タルヒューマン技術とは異なり、実際の使用状況を考慮

した生活環境での評価実験と、計測、解析、そしてそれ

に基づくオンライン介入を実現することで、製品やサー

ビスを開発する設計者が、それを使用する消費者の行動

や情動に関する情報を消費者自身と共有しながら、使用

価値の高い製品やサービスを創出できるようになる。こ

れを実現するには、環境や身体に設置された IoT センサ

を用いて生活環境における消費者の行動や情動を簡便に

取得するための計測技術、計測した情報と身体モデルに

対して運動学・動力学演算を行い筋活動や消費エネルギ

ーのように実測が難しい身体情報を高速に計算するため

の解析技術、そして計算した身体情報を用いて製品の使

用価値、運動パフォーマンス、そして生活機能などが向

上するように製品や環境を変容させる介入技術が必要と

なる。また、計測から介入までのループを持続的に回す

ためには、即時的な介入によるゲーミフィケーションや、

長期的な介入によるサービタイゼーションの実現が有効

である。このような組み込み型デジタルヒューマンの具

体的な事例として、歩行への介入や Interactive Room に

おけるリアルタイム運動計測の実現と生活体験の向上に

関する研究に取り組んでいる。 

 歩行への介入では、光学式モーションキャプチャでリ

アルタイム計測した姿勢情報の歩行者へのフィードバッ

クや、IMU センサでリアルタイム計測した遊脚筋肉への

振動介入により、意識的・無意識的に歩行を変容させる

ことを目的とした研究を推進した。これらは、歩行運動

のモニタリングによるより良い歩行のコーチングや転倒

リスクの低減のように、長期的な健康増進サービスへの

展開が期待できる。 

 Interactive Room とは、組み込み型デジタルヒューマ

ン研究の実証の場である。実験室の制御性と生活空間の

リアリティを兼ね備えた模擬生活空間であり、詳細な計

測装置と、簡便な IoT センサの双方を備えている。これ

を活用した運動計測と生活体験の向上に関する研究では、

身体に貼付した IMU センサを用いてリアルタイム全身

運動計測を実現した。さらに、身体と製品、製品と環境、

そして環境と身体の相互作用を計算し、それらを関節ト

ルクや足部の軌跡を通じて視覚的にフィードバックする

ことで、生活運動に伴う身体負荷や自身の動きを直感的

に理解できるようにした。このような技術をベースに、

様々な介入とその効果を評価することで、個々の生活者

に対して適切なフィードバックをデザインできるように

する。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］生活空間、オンライン計測、オンライン

介入、使用価値、サービス、共創 

 

［テーマ題目3］高齢者食事支援のための「食べる楽しみ」

回復技術の開発 

［研究代表者］井野 秀一（身体適応支援工学研究グル

ープ） 

［研究担当者］井野 秀一、遠藤 博史、金子 秀和、 

関 喜一、近井 学（以上、身体適応支
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援工学研究グループ）、 

梅村 浩之（人間環境インタラクション

研究グループ） 

三輪 洋靖（サービス設計学研究グルー

プ）、 

木村 健太、藤崎 和香（自動車ヒュー

マンファクター研究センター） 

（常勤職員9名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

私たちは毎日の食事によって健康な生活を営んでいる。

しかし、加齢や脳血管障害等で摂食・嚥下機能に障害が

起きると、誤嚥による肺炎や窒息、精神的な不安、介護

食・嚥下食による食べる楽しみの喪失、そして食事量が

減ることによる栄養状態の低下といった様々な問題が負

の連鎖的に生じる恐れがある。高齢者らの食事に関する

QOL（Quality of Life）の維持・向上は、長寿社会の日

本が抱える大きな課題のひとつである。そこで、本研究

課題では、病気や加齢などによる摂食・嚥下障害のリス

クをできるだけ軽減し、高齢者が食べる楽しみを失わな

いための新発想の食事支援技術の実現を目指し、「高齢者

のメンタルモデルに基づいた嚥下トレーニング法の構築」

「嚥下能力の簡易評価技術の開発」「食感向上のための感

覚フィードバック技術の開発」を主軸に研究展開し、介

護や医療の現場と相互連携しながら、総合的に研究・開

発を進めている。 

①高齢者のメンタルモデルに基づいた嚥下トレーニン

グ法の構築：高齢者が嚥下機能維持のためのリハビリテ

ーションを楽しみながら行えるようにするための高齢者

の心身状態に合わせた口腔機能トレーニングシステムの

提供を目的とした研究を行っている。今年度は、昨年度

多世代に対して行った食において何を楽しみにしている

かのアンケート結果から得られた因子「食事の質」、「一

人で楽しめる」、「とにかく食べる」、「親しい人と楽しむ」

を用いて高齢者の楽しみがどのように変容しているかを

検討した。その結果、高齢者において「とにかく食べる」

への楽しみが減少すること及び、「親しい人と楽しむ」が

減少する傾向がみられた。前者については食が細くなる

ためであると考えられ、介入は難しいと考えられるが、

後者についてはあきらめも入っていると考えられ、リハ

ビリにおいてもこのような側面を考慮した介入方法があ

ることが示唆された。 

②嚥下能力の簡易評価技術の開発：音を利用した嚥下

の簡易評価技術の構築のための基礎研究として、従来の

音響学的検査として多く用いられてきた計測可能周波数

が可聴域の音響センサに加え、計測可能周波数がより広

帯域な AE（Acoustic Emission）センサを用いて嚥下動

作時の音信号の計測を行った。嚥下機能障害などの原疾

患がない被験者を対象とした計測実験において評価試料

の粘度を変化させた時のそれぞれの嚥下時の音信号を比

較すると、AE センサで計測した嚥下音は音響センサで

計測した嚥下音に比べて嚥下持続時間が相対的に長くな

ることがわかった。また、地域中核病院における嚥下造

影（VF）検査時の嚥下音の同時計測を実現するためのシ

ステム構築および実験計画の立案を進め、臨床現場にお

ける計測実験の基盤構築を行った。共同研究先の歯学部

での計測実験では、上顎腫瘍切除後で口腔と鼻腔の交通

のある実験対象者に対して、義歯装着時と非装着時の嚥

下音の違いを音響センサによって計測した。この実験で

は、実験対象者の顎義歯装着有無による嚥下音の違いが

認められた。よって、音を利用した嚥下の簡易評価技術

が臨床における嚥下機能評価に有用である可能性が示唆

された。加えて、食品加工業との結びつきのある地方公

設試とは、共同で筋電図を利用した嚥下評価に関する研

究を開始し、節電信号の計測結果がばらつく要因の検討

を行った。今後、更に高度な嚥下音評価を行うため、人

工知能を用いた分析を検討する予定である。 

 ③食感向上のための感覚フィードバック技術の開発：

介護食の食べる楽しみの向上を目指して、咀嚼時の筋電

信号を音に変換して疑似的な咀嚼音として聞かせる感覚

フィードバックシステムの研究を行っている。昨年度ま

での実験室での実験により疑似咀嚼音の効果が確認され

たため、今年度は病院や介護現場で使用できる装置を実

現するためのシステム開発を行った。実際の食事場面で

の使用を想定し、咀嚼側の影響を受けない側頭筋を利用

した筋電信号の計測法を実現し、ドライ電極と組み合わ

せることで装着が簡便な装置を試作した。さらにより簡

便でシンプルな装置の実現を目的として、筋電信号を用

いない装置の検討も開始した。筋電信号を使わない場合

は噛む動作の検出から疑似咀嚼音の提示までに時間遅れ

が生じる。そこで高齢者を対象に疑似咀嚼音の遅延知覚

特性を調べた結果、音の遅れを100～150 ms 程度に抑え

ることができれば、時間遅れを感じない疑似咀嚼音提示

装置を実現できることが分かった。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］食事、咀嚼・嚥下、高齢者、リハビリテ

ーション、生体情報、福祉技術 

 

［テーマ題目4］アクセシブル情報デザイン技術 

［研究代表者］氏家 弘裕（感覚知覚情報デザイン研究

グループ） 

［研究担当者］氏家 弘裕、伊藤 納奈、大山 潤爾、 

倉片 憲治、渡邊 洋（以上、感覚知覚

情報デザイン研究グループ）、 

多田 充徳（デジタルヒューマン研究グ

ループ）（常勤職員5名、他9名） 

［研 究 内 容］ 

日常の営みにおいて、人々は製品や環境から様々な情

報を取得し、これを行動や思考に利用しているが、こう

した情報が人々に有効に利用されるためには、感覚・知

覚及び認知における情報処理特性に適合していることが
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必要不可欠である。とりわけ、発達や加齢に伴う処理特

性の変化や障害等による影響に配慮して、誰もが安全で

快適に生活できる環境を整えることが重要となっている。

そこで、当該研究テーマでは、人の感覚知覚及び認知特

性の加齢変化や障害者の特性などその機能の多様性に配

慮するとともに、情報提示によって健康障害を生じない

ような情報デザインの普及をめざす。そのために、アク

セシブルデザイン技術（高齢者・障害者配慮の設計技術）

や映像の生体安全性技術を含むアクセシブル情報デザイ

ン技術について、人間工学的指針の研究開発と標準化、

及びその普及活動を実践することを目的とする。 

上述の目的を達成するために、主に以下に述べる4つ

のステップを実施する。第一に、人々の感覚知覚及び認

知特性について、高齢者・障害者の機能特性や情報提示

に伴う健康障害の特性について、科学的視点にたった知

見の集積を基礎研究として進める。この段階では、実験

心理学に基づいた心理的計測方法に基づくとともに、必

要に応じて生理計測や行動計測を併用する。第二に、集

積された基礎的知見をもとに、日常において想定される

特定の情報提示において、その提示条件や提示方法によ

る知覚・認知特性の変化を系統的に明確化する。また、

これにより、情報デザインとして不可欠な要素を抽出し、

さまざまな理由で生じ得る個人差にも配慮しつつ、その

影響特性を指標化する。この段階では、データの多様性

をどのように効果的に指標化できるかが研究開発のポイ

ントとなる。さらにこの成果を、適宜、データベース化

して整理することで、その活用を図る。実際に、これま

でに、「高齢者・障害者の感覚特性データベース」をウェ

ブ上で公開している。第三に、指標化された情報デザイ

ン要素について、実際の情報利用場面に即して、その適

正範囲や許容限界を決定し、これらを基盤として人間工

学的指針を開発するとともに、JIS（日本工業規格）や

ISO（国際標準化機構）などで、その規格化を図る。第

四に、規格化された人間工学的指針の普及を様々な活動

により推進する。例えば、基礎的知見をもとに影響要因

の指標化を進める中で整理されたデータベースをもとに、

実際の情報利用場面に即して条件ごとの提示情報の状況

を具体的に示しながらその妥当性を検討できるデータベ

ースシステムを上述のように公開したり、製品に含まれ

る影響要因を分析することで情報提示が生体に与える影

響を推定するシステムを開発したり、あるいは、こうし

たシステムの利用促進を進める社会システムの構築を図

る。実際に、これまでに、生体に与える影響を推定する

システムとして、「映像酔い評価システム」のプロトタイ

プを外部研究機関と協力しながら構築している。 

当該研究テーマにおいて、平成29年度は具体的に以下

の事業が進められた。 

高齢者・障害者配慮については、製品やサービスの標

準化を念頭においた人間工学データを幅広く網羅した技

術報告書である ISO/TR22411の改訂作業および個別テ

ーマの国際規格化提案が進められた。消費生活用製品の

操作性は NP 投票準備、報知光と音声案内は NP 投票で

可決され新規課題登録となった。色の組み合わせは

Part2、Part3となる色覚異常のデータ収集及びロービジ

ョンの原案作成と NP 提案準備、最小可読文字サイズ推

定法は CD を原案作成、触知図形の基本設計方法は CD

投票を行い DIS 準備を開始した。また、提案していた映

像コンテンツのバリアフリー化に向けた補助字幕の設計

手法に関する国際規格が、CD 投票にて賛成多数で採択

され、規格発行に近い DIS 投票まで進んだ。また、個人

特性に合わせたパーソナライゼーションデザインを、ユ

ーザにもサービス提供者にも負担をかけずに提供できる

システム「デザインソムリエ」を開発した。一方、映像

の生体安全性については、ディスプレイの高解像化や

VR 技術の急速な進展に対応するため映像酔いの国際規

格化を国際標準化機構（ISO）にて提案を実施し、投票

段階に進んだ。また、この規格化の基盤となる基礎的知

見を整理した技術報告書の提案も同時に行い、同様に投

票段階へと進んだ。 

現在、科学技術の進展に伴い、多様な情報提示手法が

開発されるとともに、インターネット環境の急速な普及

により、情報提示の多様な展開が進みつつある。このよ

うな状況において、いわゆる技術優先ではなく、誰もが

情報を安全に、また快適に利用できる過ごしやすい環境

を整備することの必要性が高まっており、こうした観点

から当該研究テーマの役割は大きい。そのために、今後

さらにアクセシブル情報デザイン技術の開発と普及促進

を図っていく。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］感覚・知覚情報、高齢者・障害者配慮、

アクセシブルデザイン、映像の生体安全

性、イメージ・セイフティ、標準化 

 

［テーマ題目5］ニューロコミュニケーター 

［研究代表者］長谷川 良平（ニューロテクノロジー研

究グループ） 

［研究担当者］長谷川 良平、稗田 一郎、松本 有央 

（常勤職員3名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 日本のような超高齢化社会では、進行性の神経難病

や脳卒中などが原因で、運動機能に重度な障害を持つ障

がい者が多数存在する。そのような方々の中には、たと

え感覚機能や認知機能が正常であったとしても、運動機

能が極度に低下しまったために発話や書字などによる意

思伝達が困難な場合があり、特に既存技術による対応が

困難な重度の運動機能障がい者の意思伝達支援技術の開

発が急務とされている。 

そのような状況のなか、近年、脳と機械を直結するブ

レイン-マシンインターフェース（BMI）技術を用いた次

世代医療福祉技術の研究開発が盛んとなっている。研究
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代表者を中心とする研究チームでは、いち早く BMI 技術

に着目して精力的に開発を進めた結果、2010年3月、頭皮

上脳波（EEG）のリアルタイム解析による意思伝達装置

「ニューロコミュニケーター」の試作に成功した（多数

の関連特許を取得）。現在、この装置の高度化（CG 及び

ロボットアバターの導入や解読の高速化）を行いつつ、

「完全閉じ込め状態」にある最重度の運動機能障がい者

の意思伝達支援のための臨床研究を実施中である。また、

S/N 比の悪い脳波をスイッチとして用いるだけでなく、

「最重度一歩手前」で瞬き（まばたき）が可能な重度障

がい者に関しては、瞬き関連の眼電位をスイッチとして

用いるために、ニューロコミュニケーターのコア技術を

活用した瞬きによる意思伝達装置「ブリンクコミュニケ

ーター」の開発も並行して進め、早期の実用化を目指し

ている。 

このような生体信号に基づくスイッチによって選択す

る技術とともに重要なのが、メッセージを生成する過程

を支援する技術である。我々はすでに階層的にデータベ

ース化されたメッセージのなかから選択を繰り返すこと

で、多様で複雑なメッセージも瞬時に生成することがで

きる技術（特許取得の「階層的メッセージ生成システム」）

を開発し、ニューロコミュニケーターに組み込んでいる。

このシステムで用いているメッセージデータベースは、

患者ごとにカスタマイズすることが可能であるとは言え、

基本的には固定化されているために、どのような状況に

おいてもメッセージを選べるようにするためには予め莫

大な数を登録する必要がある。また、その巨大なデータ

ベースから希望の一つを選ぶとなると、複雑な階層構造

をすべて把握している必要があり、認知機能の衰えがち

な高齢者及び長期の「寝たきり」患者には負担が大きい

状況である。さらに、そうして選ばれたメッセージ内容

も現在の CG アバターは言語内容しか伝達することがで

きず、コミュニケーションに重要な非言語情報をカバー

していない。 

そこで、本年度、対話者（介護者）の言語／非言語メ

ッセージを把握する画像／音声識別技術に基づいて、現

在進行中のコミュニケーションの文脈を的確に把握して

ユーザー（障がい者）に有用な言語メッセージの候補を

提案する人工知能技術の開発を行った。また、提案され

た複数の候補のうちから、ユーザーにとって最適な言語

メッセージを（リアル脳の）脳波スイッチで選べるシス

テム（ハイブリッド BMI）の試作開発を開始し、2階層

DB の1階層目である会話のテーマを音声識別結果によっ

て限定することに成功した（長谷川、研究開発リーダー 

2018）。この成果は、同テーマを発展させる内容の科研

費基盤（B）採択に繋がった。 

ほか、ニューロコミュニケーターのコア技術を用いた

認知機能評価システムや感性評価（ニューロマーケティ

ング）システムの開発も別途、進めており（長谷川、精

密国学2017）、その成果は企業連携や大学等との共同研究

に発展している。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］意思伝達、実証実験、脳波、福祉機器、

ロボット、認知機能評価、感性評価 

 

［テーマ題目6］テーラーメイド化を目指したニューロリ

ハビリテーションの研究 

［研究代表者］肥後 範行（システム脳科学研究グルー

プ） 

［研究担当者］肥後 範行、村田 弓、松田 圭司、 

高島 一郎、渡辺 由美子（以上、シス

テム脳科学研究グループ）、 

山田 亨、兵藤 行志、谷川 ゆかり、 

川口 拓之、岩野 孝之、瀧田 正寿 

（以上、脳機能計測研究グループ）、 

金子 秀和、菅原 順、遠藤 博史、 

井野 秀一、近井 学（以上、身体適応

支援工学研究グループ）、 

藤崎 和香（自動車ヒューマンファクタ

ー研究センター） 

（常勤職員17名、他25名） 

［研 究 内 容］ 

 高齢化の進む日本において、脳の損傷による後遺症は

深刻な問題となりつつある。脳血管疾患などにより脳に

損傷を受けると後遺症が残ることが多く、発症後に介護

を必要とする疾病原因の第一位となっている。近年、脳

の回復メカニズムに基づいた新しいリハビリであるニュ

ーロリハビリテーションが注目を集めているが、充分に

効果的な方法が確立されているとは言い難い。本課題で

は、脳損傷によって身体機能が低下した患者の機能回復

訓練において、脳内に代替神経回路網が適切かつ効率よ

く形成できるように、個人の脳状態をモニタリングしな

がら訓練支援、介入を行う「テーラーメイド型ニューロ

リハビリテーション」の研究開発を行う。また将来的に、

本研究で開発するリハビリ技術を医療の現場だけでなく、

フィットネスや在宅での身体機能の訓練技術として汎用

性の高いものにすることを目指す。 

本研究課題は、（1）機能回復に関わる脳の変化を知る

ための適切な脳損傷モデルの開発、（2）脳の変化をモニ

ターしてフィードバックするfNIRS（機能的近赤外分光

法）による評価技術、（3）望ましい脳の変化を促進する

介入技術の3つの技術開発を、動物とヒトの両方を対象と

する実験研究と臨床応用研究を連携させて進める。 

 本年度は要素技術間の連携による成果が得られた。（1）

の脳損傷モデルと、（2）の fNIRS を用いた脳機能の評価

技術の連携により、モデル動物であるサル脳に対して運

動中に安定した fNIRS 計測を行うことに成功した。さら

に、これまでに本プロジェクトのメンバーが確立した、

世界で脳卒中の臨床に最も近い動物モデルであるマカク

サル内包梗塞モデルに対して fNIRS 計測を適用し、内包
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梗塞後の機能回復過程で生じる脳活動変化をとらえるこ

とに成功した。運動前野および補足運動野と呼ばれる領

域の脳活動が運動機能回復に重要であることが分かった

ため、これらの脳活動を上昇させるような運動プログラ

ムが、機能回復を促進するために重要であると考えられ

る。さらに、（1）の脳損傷モデルと、（3）望ましい脳の

変化を促進する介入技術の開発に関する連携の成果の一

例として、前肢への運動アシストが運動変容にもたらす

効果を解明した。健常ラット及び脳梗塞片麻痺ラットに

選択反応時間タスクを学習させる際、エラーの起きた試

行の次の試行において強制的に応答動作様の運動を引き

起こすことで学習過程に介入でき、タスクの学習を促進

させ得る可能性を示唆するデータを得た。このようにエ

ラーの起きた試行の次の試行において強制的に応答動作

様の運動を引き起こすことは、あるタイミングでうまく

身体を動かせなかった場合に正しい動きを教えるという

状況を模擬していると考えているが、正応答となる動作

を引き起こすことで学習過程が遅延し、誤答となる動作

を引き起こすことで促進されるいう結果が得られている

ことから、正しい動きを教えることが必ずしも運動学習

を促進するわけではないことを示している。これらの知

見を、新たなニューロリハビリテーション技術として応

用することで、脳損傷患者に対する臨床に貢献できる。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］リハビリテーション、脳機能回復、トラ

ンスレーショナルリサーチ 

 

④【知能システム研究部門】 
（Intelligent Systems Research Institute） 

（存続期間：2001.4.1～） 

研究部門長：河井 良浩 

副研究部門長：吉田 英一 

研 究 主 幹：安達 弘典 

 

所在地：つくば中央第1、2、臨海副都心センター 

人 員：48名（48名） 

経 費：1,284,992千円（539,620千円） 
 

概 要 ：  

 知能システム研究部門では、情報・人間工学領域の

方針に従い、産総研が長期的に「橋渡し」の役割を果

たしていくため、将来の橋渡しの基となる革新的な技

術シーズを生み出す目的基礎研究に取り組むことを第

1のミッションとしている。第3期までに確立した技術

シーズ、第4期で確立する技術シーズは、民間企業ば

かりでなく、公設試等とも連携し、順次全国レベルで

の「橋渡し」研究に繋いでいくことを第2のミッショ

ンとしている。 

 第4期中長期目標期間においては、情報・人間工学

領域の重点研究課題の一つである「産業と生活に革命

的変革を実現するロボット技術の開発」を達成するた

めに、「環境変化に強く自律的な作業を実現するロボッ

ト中核基盤技術」の研究開発を重点的に推進している。

また、ロボットイノベーション研究センターと協力し、

介護サービス、屋内外の移動支援サービス、製造業な

ど様々な産業においてロボットによるイノベーション

の実現をめざし、人間共存型産業用等のロボットや評

価基準・評価技術などの関連技術を開発している。さ

らに、「ビッグデータから価値を創造する人工知能技術」

「産業や社会システムの高度化に資するサイバーフィ

ジカルシステム技術」「快適で安全な社会生活を実現す

る人間計測評価技術」についても、人工知能研究セン

ター、情報技術研究部門、人間情報研究部門と協力し

ながら研究開発を推進している。 

 第4期中長期計画期間中に、国際的に最高水準の研

究機関を目指した組織体質の改革を実施し、第5期中

長期計画に継承させる。 

 平成29年度の重点化方針は、第4期中長期計画に対

応した、目的基礎研究、「橋渡し」研究前期における研

究開発を重点に実施するとともに、「橋渡し」研究後期

についても、直接・間接の両者により民間資金を獲得

し実施することとした。 

 この方針に基づき、知能システム研究部門で実施す

る代表的な目的基礎研究としては、高度な空間情報取

得・理解技術を構築するために、画像センシングおよ

びパターン認識に関する基盤技術の研究開発を行って

いる。平成29年度は、空間情報センシング技術に関し

て、従来の可視光の2次元または3次元計測という枠を

超え、ハイパースペクトルデータ（紫外域から赤外域

まで連続的に含むデータ）やライトフィールドデータ

（空間全体の光情報を4次元で捉えたデータ）を取

得・処理するフレームワークを構築した。 

 当研究部門で実施する代表的な「橋渡し」研究前期

における研究開発としては、ドライバ不足やコスト抑

制に対応し、過疎地域や交通弱者への移動手段として

期待されている自動走行技術を活用した新たな移動サ

ービスである端末交通システムの社会実装を目指し、

必要な技術開発、社会受容性や事業面の検討等を行っ

ている。平成29年度は、小型カートを用いた遠隔操縦

等を含む自動走行技術のテストコース上での評価や安

全性等の検証を実施し、実証地域に合わせた事業モデ

ルやシステム構成の構築検討を進め、各地域において

技術検証を実施し、関係省庁と連携して制度的取扱に

ついて検討を行った。また、大型構造物の生産現場に

おける過酷環境での作業に対応するロボットシステム

実現を目指し、必要なロボット技術を開発している。

平成29年度は、多点接触動作制御技術として、複数の

姿勢を並列に考慮するロバストな動作計画手法と、二

次計画や優先度付きタスクなど異なる手法を統合する

制御手法を開発し、全身動作によるレンチによるボル
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ト締め作業、ブレーカのスイッチの点検作業、ケーブ

ル取り付け作業などに適用した。 

 そして、当研究部門で実施する「橋渡し」研究後期

における代表的な研究開発として、先進的な産業車

両・物流システム実現を目指し、必要な技術基盤の研

究開発を行っている。平成29年度は、フォークリフト

の自律運転や作業支援、物流ソリューションに資する

技術基盤の研究開発を行った。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金：  
・戦略予算「次世代ヒューマノイドロボット HRP-5の開

発」 

・エッジランナーズ「畳み込みニューラルネットワーク

のシンソウ学習」 

 

外部資金： 

経済産業省 

「平成29年度省エネルギーに関する国際標準の獲

得・普及促進事業委託費（省エネルギー等国際標準共

同研究開発：IoT 社会実現に向けた住宅設備連携にお

ける機能安全に関する国際標準化）」 

「平成29年度「高度な自動走行システムの社会実装に

向けた研究開発・実証事業：専用空間における自動走

行等を活用した端末交通システムの社会実装に向けた

実証」」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「ロボット・ドローンが活躍する省エネルギー社会の

実現プロジェクト／ロボット・ドローンに関する国際

標準化の推進／デファクト・スタンダード」 

「次世代人工知能・ロボット中核技術開発／次世代人

工知能技術分野／人工知能技術を用いた植物フェノミ

クスとその応用に関する先導研究」 

「次世代人工知能・ロボット中核技術開発／次世代人

工知能技術分野／AI×ロボティクスによる高度マテ

リアルハンドリング・システムの研究開発」 

「インフラ維持管理･更新等の社会課題対応システム

開発プロジェクト／イメージング技術を用いたインフ

ラ状態モニタリングシステム開発/道路構造物ひび割

れモニタリングシステムの研究開発」 

「SIP（戦略的イノベーション創造プログラム）／イ

ンフラ維持管理・更新・マネジメント技術／維持管理

ロボット・災害対応ロボットの開発／橋梁・トンネル

点検用打音検査飛行ロボットシステムの研究開発」 

「次世代人工知能・ロボット中核技術開発／（革新的

ロボット要素技術分野）自律型ヒューマノイドロボッ

ト／非整備環境対応型高信頼ヒューマノイドロボット

システムの開発」 

 

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 

機体管理及び安全性検証等に関する研究開発「ロボッ

ト・ドローンが活躍する省エネルギー社会の実現プロ

ジェクト／無人航空機の運航管理システム及び衝突回

避技術の開発／運航管理システムの全体設計に関する

研究開発」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 

革新的研究開発推進プログラム（ImPACT） 

「タフ・ロボティクスのためのタフ・ワイヤレス技術

の研究開発」 

「極限環境シミュレーションプラットフォーム

Choreonoid の開発」 

研究成果展開事業（戦略的イノベーション創出推進プ

ログラム）（S イノベ） 

「高齢者の記憶と認知機能低下に対する生活支援ロボ

ットシステムの開発」 

研究成果展開事業（センター・オブ・イノベーション

（COI）プログラム） 

「感性とデジタル製造を直結し、生活者の創造性を拡

張するファブ地球社会創造拠点」 

 

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構 

「果実生産の大幅な省力化に向けた作業用機械の自動

化・ロボット化と機械化樹形の開発」 

「自律移動ロボット技術を用いた半自走式草刈機の開

発」 

 

農林水産省（農業・食品産業技術総合研究機構食品総合

研究所） 

「平成29年度栽培・労務管理の最適化を加速するオー

プンプラットフォームの整備委託事業」 

 

一般財団法人日本自動車研究所 

「「平成29年度「高度な自動走行システムの社会実装

に向けた研究開発・実証事業：自動バレーパーキング

の実証及び高度な自動走行システムの実現に必要な研

究開発」」に係わる業務委託契約のうち、「認識・判断

データベースの性能評価」」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科研費補助金 

基盤研究（A） 

「人型システム力学理論の新展開とインタラクション

指向モーションシンセシスの創成」 

「全身感覚運動情報の多相計測と能動再構成に基づく

身体性変化即応認知行動機能の研究」 

「運動の獲得と学習に介入するスポーツ・シミュレー

ション科学」 

 

基盤研究（B） 

「Cutting-edge multi-contact behaviors」 
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「多視点3次元観測画像を用いた衣類の仮想展開に関

する研究」 

「次世代協働ロボット：行動神経学に基づく「安心で

きる」ロボットの動きの解明」 

「オブジェクトピッキングの観点に基づく物品配列パ

ターンと把持動作計画」 

「一般化差分部分空間に基づく特徴抽出の完全解明と

機能強化」 

 

基盤研究（C） 

「パターン認識のための特徴量変換に関する研究」 

「異種音声単位と複数言語を用いた高分解能音声特徴

空間の構築と応用の研究」 

「高度なマニピュレーション作業における失敗からの

回復技能の解明」 

「複数物体の最密充填と安定性を制御する詰込みに関

する研究」 

「喉頭全摘出者の代替発声を対象とした声質改善装置

の研究開発」 

「ロボットの力制御を統合的に扱う拡散パラメータ型

マルチスケール・マルチラテラル制御」 

「DNN を用いた音声による音声の検索の高精度・高

速・低資源システムの実現」 

「モバイル機器を利用した反転授業とその効果に関す

る研究」 

 

研究活動スタート支援 

「環境モデル獲得に基づくヒューマノイドロボットの

未知環境適応全身移動計画法の実現」 

 

若手研究（B） 

「アシスト装具と身体能力に応じた動作戦略の変化に

関する研究」 

「深層学習を用いたアクション指向物体認識」 

 

挑戦的萌芽研究 

「人工手指を自分の手指のように動かす：ヒト脳活動

を用いた人工手指の自然な学習」 

 

特別研究員奨励費 

「環境変動を予測したヒューマノイドロボットの動作

計画」 

 

発 表：誌上発表113件、口頭発表204件、その他24件 

--------------------------------------------------------------------------- 

ヒューマノイド研究グループ 

（Humanoid Research Group） 

研究グループ長：金広 文男 

（つくば中央第1） 

概 要：  

 人間工学的に不適切な姿勢での作業や重負荷作業、

単純繰り返し作業、有害・危険な環境での作業等が求

められる過酷環境で働く人間の活動を代替できるヒュ

ーマノイドロボットを目指し、ヒューマノイドロボテ

ィクスに関する基盤研究・工学的研究を行っている。 

転倒にも対応可能な強靭な身体能力に加え、手足の区

別なく全身を利用でき、環境との密なインタラクショ

ンを可能とするセンシング能力を持つヘビーデューテ

ィーヒューマノイドロボットのハードウェア及びシミ

ュレータ等の基盤ソフトウェア、過酷環境内を2足歩

行に限らず全身を用いて環境に適した方法で移動し、 

手先のみならず全身を使って作業するための全身運動

計画・制御機能、容易な作業の教示手法を実現すべく

活動している。 

研究テーマ：テーマ題目1 

 

フィールドロボティクス研究グループ 

（Field Robotics Research Group） 

研究グループ長：加藤 晋（つくば中央第2） 

概 要：  

 少子高齢化社会において、重労働・危険作業者の減

少対策や移動手段の確保のため、人の代わりに作業や

移動を支援することや、自律的に行うシステムが期待

されている。フィールドロボティクス研究グループで

は、特に「災害対応」、「社会／産業インフラの維持・

整備」、「快適社会の実現」などに資するロボティクス

技術の研究・開発を進め、これらの実環境下における

移動、運搬、情報収集、探索、点検や各種作業の安全

かつ効率化を実現する移動・作業型システムの実現を

目指している。具体的には、災害調査ロボット、イン

フラ点検用ロボット、自律作業システム、モビリティ

システム、ITS（高度道路交通システム）やロボット

の自動運転や運転・作業支援を対象に、環境認識技術、

移動機構・制御技術、ナビゲーション技術、遠隔制御

技術、ヒューマンインターフェース技術、通信技術な

ど、屋外環境で使えるシステム技術や要素技術に関す

る研究を推進している。 

研究テーマ：テーマ題目2 

 

スマートコミュニケーション研究グループ 

（Smart Communication Research Group） 

研究グループ長：小島 一浩 

（つくば中央第1） 

概 要： 

 人と人、人とシステム、システムとシステムなど、

つながりが形成されるプロセスに着目し、様々なセン

サデバイスと情報ネットワークによる行動・環境分析、

ロボット技術（RT）による統合化によって、より豊か

で人間本位のコミュニケーション環境を実現する研究

開発を行っている。音や電波による計測・分析技術の
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研究開発、住宅から街全体まで考慮したスマートコミ

ュニティ型 RT システムという生活・産業支援を実現

するプロトタイプシステムの開発を進めている。モノ、

ヒト、社会をスマートにつなげ新たな価値を創造する

技術の開発を進めていく。 

研究テーマ：テーマ題目3 

 

マニピュレーション研究グループ 

（Manipulation Research Group） 

研究グループ長：喜多 泰代 

（つくば中央第1） 

概 要：  

 3次元視覚情報処理、力覚・触覚情報処理、把持・

作業計画など、知能システムに要求される作業知能に

関する要素技術の高度化を中心にロボット作業の体系

化を図り、様々なニーズに応えうるロボットマニピュ

レ―ション技術の確立を目指した研究開発を行ってい

る。特にセンシング技術と作業技術の密な融合による

高精度で柔軟性の高い作業知能技術を確立し、産業界

への展開を目指す。具体的には、一般物体を状況に応

じて的確に操作できることを目標に、操作方法のデー

タベース化及び学習、組立作業の自動計画、対象特性

（柔軟性、配列パターン）を考慮した状況認識・動作

計画などの基盤技術を高める。また、企業との連携を

通じ、確立した技術の産業界への展開を目指した研究

を同時に進めている。 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目4、テーマ題目7 

 

コンピュータビジョン研究グループ 

（Computer Vision Research Group） 

研究グループ長：佐藤 雄隆 

（つくば中央第1） 

概 要： 

 AI 技術の発達は目覚ましく､実環境を的確にセンシ

ングするためのいわゆる「機械の目」に関する技術開

発への産業界のニーズが急速に高まっている。このよ

うな技術は、自動運転、製造、セキュリティ、社会イ

ンフラ検査など様々な分野において広く重要とされて

おり、その高度化が望まれている。このような背景の

もと、多眼カメラアレイシステムや高速3次元計測シ

ステムなど視覚情報のセンシング能力を大きく向上さ

せるための研究を行うと同時に、パターン認識技術や

3次元情報処理技術など、センシングした情報を的確

に解析するための技術に関する研究開発を行っている。

また、要素技術の高度化に関する研究のみならず、開

発した技術を産業界はもちろんのこと、社会インフラ

維持管理といった社会的に重要な課題の解決に活用し

ていくための取り組みも行っている。 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目4、テーマ題目5、

テーマ題目7 

インタラクティブロボティクス研究グループ

（Interactive Robotics Research Group） 

研究グループ長：吉田 英一 

（つくば中央第1） 

概 要：  

 人と機器や環境とのインタラクションをさまざまな

角度からとらえ、製品設計や生活支援に役立つ人間工

学・ロボット融合技術として、人型システムの運動生

成を統合的に取り扱う新たなモーションシンセシス技

術、深層学習に基づく動きを含む物体認識・操作技術

の開発を行っている。まず、デジタル世界で骨格や筋

肉を含む人間の身体形状・構造や運動、さらに環境と

のインタラクションを再現することで、人間の認知や

行動原理の理解・モデル化を進め、支援機器やロボッ

ト、住環境製品を含むさまざまな製品の人間中心設計

を実現する支援システムを開発する。また、人間の行

動をヒューマノイドにより模擬する技術を開発するこ

とにより、人では直接測ることが困難な運動・道具・

環境の変化に伴う人への力学的効果を定量化し、動作

支援機器などの効果を評価する研究を行っている。さ

らに、環境や物体とロボットとの高度なインタラクシ

ョンを可能とするため、深層学習に基づく自律行動す

る知能を構築するためのアクション指向の物体認識手

法、動力学な変分法を備えた運動最適化理論を深層学

習と融合による運動の学習・生成に関する新理論の構

築を目指している。 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目6 

 

豊田自動織機－産総研アドバンスト・ロジスティクス連

携研究室 

（TICO-AIST Cooperative Research Laboratory for 

Advanced Logistics） 

研究グループ長：西牟田 武史 

（つくば中央第1、臨海副都心センター） 

概 要：  

 近年、少子高齢化に伴う労働力人口の減少、e－コマ

ース（電子商取引）の拡大による多頻度・小口配送、

効率・迅速性への対応など、物流を取り巻く環境や改

善ニーズの急激な変化に対応するため、知能化・自動

化された機器による省人化や、効率的で効果的なオペ

レーションの実現など、新たなソリューションによっ

て、物流コスト低減等、お客さまの幅広い改善ニーズ

に応えることが求められている。豊田自動織機の保有

する高品質・高性能で環境にやさしい多様な製品の開

発力、IoT 技術や多くのお客様への導入実績に基づく

豊富なデータやノウハウに、産総研の高度なロボット

技術、AI、データ・アナリティクスなどを適用するこ

とで、車両・機器の自律作業を可能とする知能化・自

動化や高度なシステムインテグレーションの技術開発

を加速し、先進的なロジスティクス・ソリューション
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の早期実現につなげ、物流現場の課題解決を図る。 

研究テーマ：テーマ題目7 

--------------------------------------------------------------------------- 

［テーマ題目1］過酷環境でも働けるベビーデューティヒ

ューマノイド技術 

［研究代表者］金広 文男（ヒューマノイド研究グルー

プ） 

［研究担当者］金広 文男、Benallegue Mehdi、 

阪口 健、森澤 光晴、金子 健二、 

神永 拓、梶田 秀司、中岡 慎一郎、

熊谷 伊織、Cisneros Rafael、 

佐藤 雄隆、片岡 裕雄、郷津 優介、

吉田 英一、吉安 祐介、 

Kheddar Abderrahmane、 

Escande Adrien、Audren Hervé、 

植芝 俊夫（知能システム研究部門）、安

藤 慶昭、中坊 嘉宏（ロボットイノベ

ーション研究センター）、森 彰、 

井上 純（情報技術研究部門） 

（常勤職員17名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

 大型構造物（航空機、船舶、住宅、ビル等）組立現場

や災害現場等の過酷環境における移動・作業から人間を

解放するために、環境をロボットにあわせて整備するこ

となく人間の作業員の移動・作業を代替することが可能

なヘビーデューティーヒューマノイドを実現することを

目的とし、必要となる基盤技術を開発している。平成29

年度の進捗は以下の通りである。 

a）ハードウェアプラットフォームとして試作機HRP-5P

を用いた各種評価試験を行い、電源系、排熱、関節仕

様設定に対する改修を行った。また転倒対応能力向上

のための機液ハイブリッド関節及び力感受性の向上の

ための超冗長力センシングの原理検証装置開発を行っ

た。 

b）環境計測・認識技術として AI 技術（機械学習）を用

いた物体検出アルゴリズムと新たに構築した作業環境

に適した画像 DB、HRP-ObjectDB により、97 %以上

の高精度での作業対象物体検出、姿勢推定を実現し、

作業の自律化を推し進めた。また各視点における認識

尤度を統計的に用いることで認識率を向上させる基礎

検討を行った。 

c）多点接触動作計画・制御技術として従来手法に対して

10倍以上短い周期で接触状態に応じた動作変更が可

能な多点接触動作生成アルゴリズムを開発した。また

Passivity-based control の手法を浮遊系システムに拡

張し、50 %のモデル化誤差がある場合においてもロバ

ストに動作可能な制御アルゴリズムの開発を行った。

複数の姿勢を考慮した動作計画に適用可能な高速でロ

バストなアルゴリズムを開発し、従来 O（n3）の計算

量であった不等式制約条件付き逐次二次計画法を O

（n2）の計算量に削減し、50以上の不等式制約下で市

販のライブラリと比較して8倍高速化を達成した。ま

た市販のライブラリが25 %しか解を求めることがで

きなかった問題群を、開発したアルゴリズムは全て解

くことができ、より複雑な姿勢においても多点接動作

の生成が期待できるロバストなアルゴリズムであるこ

とを示した。優先度付きタスクや重み付きタスクなど

の異なるタスクを目的に応じて切り替え可能な多点接

触動作制御のフレームワークを開発した。柔軟物体の

接触による変形を含めたモデル化手法を開発し、ケー

ブル取り付け作業に適用した。 

d）高信頼システム化技術としてソフトウェアの自動テ

ストを行い、リグレッションを検出した場合に木差分

計算または行ごとの文字列比較に基づいて自動的にパ

ッチを生成する差分デバッギング技術を開発した。ま

た極稀にしか発生しない問題でも確実にその原因調査

を可能とする Record-replay デバッギング手法に関す

る試験実装を行った。 

e）統合実証として建設現場での応用を想定し、作業台に

平置きされた石膏ボード（約11 kg）の山に近づき、上

に置かれた工具を発見、除去し、ボードを持ち上げ、

搬送して壁に立てかけ、工具を発見して掴み上げビス

止めを実施する行動を実現した。また、航空機組立作

業に見立てたモックアップを作成し、ユースケースで

あるトルクレンチを用いた垂直や角度のついたナット

締めを平均6分30秒、90 %の成功率で、3×4のグリッ

ドに配置されたブレーカのスイッチの点検作業を

94 %以上の成功率で実現した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］ヒューマノイド、人工知能、大型構造物

組立 

 

［テーマ題目2］屋外環境で安全かつ効率的に移動・作業

可能なシステム化技術 

［研究代表者］加藤 晋（フィールドロボティクス研究

グループ） 

［研究担当者］加藤 晋、大山 英明、森川 泰、 

有隅 仁、岩田 拡也、神村 明哉、 

前川 仁、皿田 滋、竹内 厚司、 

越川 知大、孫 嘉偉、川端 伸一朗、

大楠 祐司、藤枝 隼一 

（常勤職員7名、他9名） 

［研 究 内 容］ 

 屋外環境で安全かつ効率的に移動・作業可能なシステ

ム化技術として、新たな移動サービスの実現に向けた研

究開発と、インフラ維持管理や災害対応に対するロボッ

トの研究開発を行っている。まず、新たな移動サービス

の実現に向けた研究開発としては、ドライバ不足やコス

ト抑制に対応し、過疎地域や交通弱者への移動手段とし

て期待されている自動走行技術を活用した端末交通シス
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テム（ラストマイル自動走行）の社会実装を目指して、

必要な技術開発を行い、社会受容性や事業面に対する実

証評価を行っている。これは経産省・国交省事業の「専

用空間における自動走行等を活用した端末交通システム

の社会実装に向けた実証」として産総研が幹事機関とし

て企業等と共に進めているものである。平成30年度には、

実際に端末交通システムが求められている地域の環境で

実証評価を予定しており、平成28年度に実証評価地域を

4か所選定している。平成29年度は、特に実証地域の環

境整備を進め、それぞれの地域の事業モデルや環境に合

わせたシステム構成の検討と開発を実施した。特に、小

型電動カートをベースとした車両の活用を目指した3つ

の地域では、先行して遠隔監視や操縦等を含む自動運転

の実車両とシステムを構築し、技術実証を実施し、実証

評価を開始した。また、これらの実証評価においては、

関係省庁と連携して制度的取扱について検討し、実証で

必要となる認定や審査、許可などを受けて進めている。

次に、インフラ維持管理や災害対応に対するロボットの

研究開発としては、現在の日本における喫緊の課題とな

っている老朽化した社会インフラの点検や災害時の迅速

調査対応における人手不足や危険作業の低減、二次災害

の防止のためのロボット技術の応用を企業と共に進めた。

平成29年度は NEDO「インフラ維持管理・更新等の社会

課題対応システム開発プロジェクト」の下で、橋梁点検

のためのマルチコプタの開発、ダムや河川の点検のため

の水上・水中ロボットの開発、初期の災害の調査対応用

として、電磁探査センサによる広域の地質調査を可能と

するマルチコプタや遠隔操作による災害調査用ロボット

の開発を行った。プロジェクトの最終年度として、実際

の現場での実用性の評価等を行い、有用性や高い実用可

能性を示している。また、戦略的イノベーション創造プ

ログラム（SIP）「インフラ維持管理・更新・マネジメン

ト技術」の中でも、橋梁点検用の打検機を搭載したマル

チコプタの開発を行い、実証評価した。さらに、戦略予

算では、「インフラ維持技術の統合的研究開発」として、

配管等で複雑化した産業インフラの点検用の打検機を搭

載した移動ロボットなどの試作開発等を行った。また、

ImPACT のタフ・ロボティクス・チャレンジにおけるタ

フ・ワイヤレス通信の実現を目指した研究開発の下で、

産総研は NICT と共に、通信状況の悪い環境や状況にお

ける複数周波周数で低遅延の無線中継システムを開発し、

ロボットへの実装とそれらの実証評価等を行い、有用性

を検証した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］社会インフラ、産業インフラ、インフラ

維持管理、災害対応、ロボット、ドロー

ン、マルチコプタ、フィールドロボティ

クス、高アクセス機能、移動機構、タフ・

ワイヤレス、遠隔半自律制御、協調制御 

 

［テーマ題目3］偏在するセンサやロボットなどのエッ 

ジデバイスをネットワーク化する技術 

［研究代表者］小島 一浩（スマートコミュニケーショ

ン研究グループ） 

［研究担当者］小島 一浩、児島 宏明、李 時旭、 

鍛冶 良作、佐土原 健、佐宗 晃、 

金 奉根、関山 守、江渡 浩一郎、 

江﨑 正、西尾 秀樹 

（常勤職員9名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 偏在するセンサやロボットなどのエッジデバイスをネ

ットワーク化するロボットシステム化技術を確立するた

めに、システム to システム（IoT）、人 to システム（生

活支援）、人 to 社会システム（社会システム）を構成す

るための基盤アーキテクチャを設計・実現すると共に、

その手法の体系化を目指している。特に、（1）IoT 活用

のための基盤技術の開発、（2）人間行動観測・異常（兆

し）検知技術の開発、（3）共創型イノベーションシステ

ム構築のためのアクションリサーチ、を3本柱として進

めている。 

（1）IoT 活用のための基盤技術の開発に関しては、第5

期科学技術基本計画に「超スマート社会」の実現

（Society5.0）が掲げられ、様々な生活データが集約

されるスマートハウスを軸として、そのデータを他

の産業で活用することで、IoT 社会のイノベーション

が期待されている。一方、住宅外で生成される他産

業のデータを活用することで、付加価値の高いサー

ビスをスマートハウスにおいて提供可能となる。こ

れらデータ収集および各種サービス提供においては、

住宅設備のネットワーク連携が必要となる。しかし、

現状では、住宅設備機器のネットワーク化において、

センサ情報や制御情報の優先度が規定されておらず、

安全に設備作動をさせる指針がない。これに対し平

成29年度は、住宅設備連携における機能安全規格に

関する国際標準化の開発に取り組み、新規業務項目

案を国際提案し承認された。 

（2）平成29年度は、生活支援システムの構成要素とし

て構築した音声対話サブシステムについて、音声認

識の言語モデルと、意図タグ識別モデルの改良を行

い、識別精度の向上を確認するとともに、意図認識

サーバの安定動作と可用性向上を目指して、サーバ

を多重化可能なシステム構成に改良した。その運用

経験に基づいて、ユーザビリティ向上のための課題

を抽出し、システムの運用状況や動作状態の把握の

ためのモニタリングシステムを開発した。 

（3）共創型イノベーションシステム構築のためのアク

ションリサーチに関しては、多様なステークホルダ

が協働できるプラットフォームとして、一般社団法

人住みよさ創造機構を活用し、地域共助社会を促進

する人・システム協調型スケジューリングによる生
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活機能の再設計と社会実装に取り組み始めた。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］IoT、人間行動観察・空間情報理解、共

創型イノベーション 

 

［テーマ題目4］生産用ロボットのためのマニピュレー 

ション技術と視覚認識技術 

［研究代表者］喜多 泰代（マニピュレ―ション研究グ

ループ） 

［研究担当者］喜多 泰代、河井 良浩、永田 和之、

山野辺 夏樹、中村 晃、吉見 隆、 

植芝 俊夫、音田 弘、長久保 晶彦、

北垣 高成、万 偉偉、佐藤 雄隆、 

増田 健、原田 研介、高瀬 竜一、 

西 卓郎、朝日 通晴 

（常勤職員14名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

近年、多品種少量生産の製造現場においてもロボット

を活用することが強く望まれているが、まだごく一部の

作業工程への適用に限られている。その大きな理由とし

て、多種多様な形状・材質の部品を扱わなければいけな

いこと、ロボットへ動作を教示するコストが高いことな

どが挙げられる。これらの課題を解決するためには、各

種部品を視覚センサで認識でき、その情報に基づいてロ

ボットが作業を行う動作を自動的に生成できる技術、つ

まり、ロボットに詳細な動作教示をする必要なく、作業

内容の変化に自律的に対応して作業できる技術が必要で

あり、その実現に向けて平成29年度は以下の課題に取り

組んだ。 

1）棚に陳列された物品の配列パターンを認識する手法

として、環境シーンの中、同一陳列パターンで置かれ

た物品群の切り出しから、陳列パターンの深層学習を

用いた識別までを行う手法を開発した。具体的には、

本をターゲットとし、代表的な陳列パターンである面

陳列・棚差し・平積の識別を行った。  

2）日用品を取り扱う動作生成に関連する、道具操作の

End-to-End 学習に関する研究を行い、調理用ボール

から内容物を掬う動作に関して、人の Tele-operation

に基づくロボット動作学習を実現した。 

3）ロボット用統合 GUI ソフトウェア「コレオノイド」

をベースとして、マニピュレータを搭載したクローラ

ー付きの移動ロボットを操作するインタフェース、セ

ンサ情報の可視化機能、計画機能の開発を行い、動力

学シミュレーションを可能とした。 

4）触覚センシングに関して、作業技術との融合を目指

し、センサ単体のみでなく、触覚データグローブや触

覚機能を持つロボットハンドの開発へと展開している。

具体的に、触覚ハンドに関して、高精度な力制御用ダ

イレクト駆動アクチュエータの磁場シミュレーション

や、静電容量による極小径の関節角度センサの検討な

どを行った。 

5）物流ピッキングにおけるロボットハンドとして、吸

着と平行二指を組み合わせたロボットハンドを開発し、

簡単な物品把持の実験を行った。平行二指の機構とし

てスコットラッセル機構を採用することで、ハンド開

閉時に指姿勢と指の高さを一定に保つことができ、か

つ、指の開閉幅に対してハンド基部をコンパクトに設

計することができた。 

6）多品種少量生産システムや日用品の物体把持作業の

ように前知識の少ない条件下から、大量生産システム

のように前知識が十分にある条件下に至るまでの、幅

広いシステムに対するリカバリープロセスの信頼性向

上を目指した研究を行った。前知識が豊富にある条件

下では、エラーリカバリーに対して深層学習のような

人工知能の利用の可能性を探った。 

7）ビンピッキングなどロボットが自動作業を行う際に

必要な、ロボット座標系と3次元計測カメラ座標系の

キャリブレーションを、特別なキャリブレーションボ

ードやマーカを必要とせずに、ロボットハンド自体を

観測することで簡易に行う手法を、種々の形状のハン

ドに適用し、その汎用性や精度などの検証を行った。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］三次元計測、物体検出、キャリブレーシ

ョン、部品ピッキング、力覚制御、作業・

動作計画、触覚センシング 

 

［テーマ題目5］三次元空間計測、空間情報理解技術 

［研究代表者］佐藤 雄隆（コンピュータビジョン研究

グループ） 

［研究担当者］佐藤 雄隆、佐川 立昌、増田 健、 

岩田 健司、小林 匠、永見 武司､ 

片岡 裕雄、渡辺 顕司 

（常勤職員8名） 

［研 究 内 容］ 

三次元センシング技術に対する産業界のニーズが急速

に高まっているが、同技術は現状発展途上の段階にあり、

従来技術では、高密度のセンシングが困難、センサーま

たは対象が動くと像が歪む（移動歪）という問題があっ

た。したがって、高密度かつ移動歪みの無い広域の三次

元空間情報を産業界で活用可能にするために、次の1）

～3）に示す技術に関する研究を行う。1）パターン投影

型アクティブワンショット三次元計測技術に関する研究

開発を行う。パターン投影機構の改良、投影パターン最

適化、パターン解析アルゴリズム改良、光源の改良、等

を行い、対象物を三次元モデリングにおける1つの精度

指標となるテクスチャによらず2 m の距離から2 mm 以

内の誤差、且つ30 fps またはそれ以上のフレームレート

で取得可能となることを明らかにする。また、光源の改

良を進め、最終年度までに屋外対応化を目指す。2）セ

ンサーの位置関係が任意であっても較正可能な、汎用的
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センサーおよびセンサーアレイキャリブレーション技術

の開発およびツール整備を行う。キャリブレーションマ

ーカーの最適化、マーカー自動検出アルゴリズム開発、

ロバスト統計を導入した較正アルゴリズムの開発、累積

誤差分散アルゴリズムの開発、等を行い、センサーの位

置関係が任意の場合であっても良較正の1つの指標とさ

れている角度誤差0.3度以内の精度で較正可能となるこ

とを明らかにする。3）センサーデータ処理に必須とな

る欠損補完、三次元点群統合を行うためのアルゴリズム

に関する研究開発を行う。統計的ノイズ除去、欠損補完、

三次元点群レジストレーション（位置合わせ）等を通し

て空間情報を再構成・補完・統合する技術を開発し、ソ

フトウェアとして整備する。 

人間の動作分析に用いるセンサーは、カメラなど非接

触センサーと、力センサーなど接触センサーに分けられ

る。これまでの動作分析技術では、非接触センサー、接

触センサーそれぞれに問題点があった。モーションキャ

プチャなど非接触な計測では、位置・速さなど幾何デー

タの収集は可能であるが、力や筋活動のようなデータは

取得できない問題がある。一方、接触センサーを用いた

計測法においては、人体への装着が必要であることや、

設置場所が限られるという問題がある。そこで、4）非

接触センサーだけを用いて、力や筋活動などのデータを

取得する技術を開発することを目標とする。そのような

技術を開発すれば、場所を選ばず多くの人が利用しやす

い力計測システムを実現することができ、スポーツ選手

の筋力を計測し、スポーツ用品の開発に利用したり、ロ

ボット介護機器を利用する介護者・被介護者の運動の分

析に利用したり、といった応用が考えられる。本研究で

は、このような技術を実現するために4ステップからな

る手法を提案する。まず、カメラを用いて身体の皮膚形

状データを計測する。次に、表面形状データと、標準体

型表皮・筋骨格統合モデルを合成したモデルを構築する。

第3に、筋膨隆をモデル化し、運動時の形状データと、

表皮・筋骨格モデルとの位置合わせを行う。最後に、筋

FEM シミュレーションに基づき、筋活動と筋変形の関

係を表すモデルを生成し、筋力推定を行う。 

本年度は1）に関して、パターン光に特殊な変調を加

えることで太陽光下でも三次元計測を行うことを可能に

し、その成果を分野のトップ会議である CVPR2017で発

表した。また、2）に関して、測定の手間を大幅に軽減

し半自動での処理を可能にした、内部・外部キャリブレ

ーションアルゴリズムをプログラムライブラリとして整

備した。3）に関しては、広域3次元モデルの品質を維持

しながらデータ量を大幅に削減するアルゴリズムの開発

に成功し、プログラムライブラリとして整備を行った。

従来1秒間あたり0.1フレーム程度しか表示できなかった

データでも、90フレーム以上もの表示が可能となり、今

後 VR/MR 分野での活用も期待される。4）に関しては、

筋活動による筋変形に加えて関節角の変化による皮膚形

状の変形が同時に起こる場合を考慮し、表面形状から関

節角、筋活動度が異なる状態を識別可能であること、関

節角が変わっても筋活動度が推定可能であることを示し

た。本研究内容に関連して、査読付き国際会議6件、英

文論文誌2件、和文論文誌1件の発表を行い、1件の特許

出願を行った。今後の目標として、筋肉モデルの精度向

上を図るとともに、様々な運動に対して推定を実現する

ことを目指す。 

［領 域 名］情報・人間工学   

［キーワード］コンピュータビジョン、画像情報処理、

センシングシステム 

 

［テーマ題目6］人間中心製品評価・設計のためのインタ

ラクション指向ロボット技術 

［研究代表者］吉田 英一（インタラクティブロボティ

クス研究グループ） 

［研究担当者］吉田 英一、遠藤 維、吉安 祐介、 

鮎澤 光、今村 由芽子（知能システム

研究部門）、多田 充徳、蔵田 武志、 

宮田 なつき、村井 昭彦、丸山 翼、

大隈 隆史、一刈 良介（人間情報研究

部門）（常勤職員10名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

人体モデルにおいて、製品や環境などの外界とのイン

タラクションを伴う身体への力学情報（運動、外力、筋

活動、関節拘束力など）をセンサ情報をもとに解析し、

その運動や高次の行動をオンラインで解析・推定するた

めのロボット工学・デジタルヒューマン融合技術の開発

を、人間情報研究部門との密な協力のもと進めた。平成

29年度は、人間動作計測のためのセンサ、移動軌跡、全

身姿勢、身体力学的負担を推定する手法の開発、行動認

識手法の開発、およびこれらの技術の外部展開を行った。

センサの開発では、作業者の腰部に装着する拡張型 PDR

（Pedestrian Dead Reckoning）モジュール1台と、四肢

に装着するワイヤレスセンサモジュール4台から構成さ

れ、リアルタイムに測定データをストリーミングできる

行動計測 IoT デバイスを試作した。PDR に要求される精

度を検証するため、作業者に装着した15個の市販のワイ

ヤレス慣性センサ（IMU）を用いて、リアルタイムに作

業者の姿勢を推定・検証可能なシステムを試作した。こ

れを用いて、運動の関節角度の推定誤差平均は骨盤・腰・

胸部・首において約6°以下であることを確認した。こ

のように測定したデータを利用し、全身の筋骨格モデル

に基づいて関節運動データから筋張力・関節間力を高速

に推定する計算アルゴリズムを開発した。推定問題を数

理最適化問題として扱った上で、最適化計算をロボティ

クスの分野で発展してきた運動学・動力学計算アルゴリ

ズムに分解することで、計算の高速化を実現した。具体

的には、自由度47・筋数354の筋骨格モデルを用いて関

節間力を30 fps で実装し、腰部の関節間力（椎間板圧縮
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力）をリアルタイムで作業者に提示することにより、過

大な筋力を発揮した場合に警告することが可能となった。

行動認識においては、取得した全身動作データを、プリ

ミティブ動作特徴抽出とランダムフォレストに基づく動

作識別手法により処理した結果、10種類の動作を85 %の

精度で識別することができた。開発した動力学的な人間

負担解析手法の人間中心設計への適用も進め、住空間に

おいて、着座状態から立ち上がる際、手すりや棚に手を

置くことで膝にかかる負担が低減されることを示した。

また、人間動作解析とその再現技術により、装着型支援

機器の標準化に貢献した。膝と腰の２関節が駆動可能な

ダミーを用いて、腰補助支援ロボットを人間と同様に装

着してその補助効果を定量的に評価できる手法を開発し、

2017年10月に発効した JIS B 8456-1「腰補助用装着型

身体アシストロボット」に関する標準化の制定に貢献し

た。 

［領 域 名］情報・人間工学領域   

［キーワード］デジタルヒューマン、歩行者観測航法、

全身姿勢推定、逆運動学解析、機械学習、

筋骨格解析、人間中心設計 

 

［テーマ題目7］次世代物流ソリューション事業のため 

の研究 

［研究代表者］西牟田 武史（豊田自動織機-産総研アド

バンスト・ロジスティクス連携研究室） 

［研究担当者］西牟田 武史、神徳 徹雄、加藤 紀彦、

原田 奈弥、古室 達也、岡山 健、 

本村 陽一、蔵田 武志、大隈 隆史、

河本 満、佐藤 雄隆、片岡 裕雄、 

喜多 泰代、音田 弘、阪野 貴彦、 

横塚 将志、Thompson Simon、 

田中 秀幸、安藤 慶昭、 

Chew Jouh Yeong（常勤職員20名） 

［研 究 内 容］ 

 先進的物流ソリューション事業を早期に実現し、かつ

長期的な持続発展性を支える技術の研究が必要である。

本年度は、作業現場におけるマテハン用車両・機器の自

律作業の実現へ向け、自己位置の推定、安全確保のため

の作業者の認識、荷物の認識、フォークリフト作業の支

援に資する研究を行い、また物流現場における顧客価値

創造に資する物流データの解析の研究に着手した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］物流システム、ロジスティクス、マテリ

アルハンドリング、作業支援、自己位置

推定、画像認識、自律移動、自動運転、

ロボティクス、ビッグデータ解析、機械

学習 

 

 

⑤【自動車ヒューマンファクター研究センター】 
（Automotive Human Factors Research Center） 

（存続期間：2015.4～2022.3） 

 

研究センター長：北﨑 智之 
副研究センター長：岩木 直、吉川 正 

首 席 研 究 員：赤松 幹之 

 

所在地：つくば中央第6 

人 員：19名（18名） 

経 費：617,254千円（194,964千円） 

 

概 要：  

 近年、自動車は、急速に発達したコンピューター技

術により、機械の目や知能を備え、ドライバーを支援

することが可能となった。 

しかし、高度に情報化された自動車は、運転中の情

報機器操作等の新たな負担をドライバーへもたらして

いる。高齢ドライバーを含めたすべてのドライバーに

とって、自動車を安全で使いやすく、運転していて楽

しいものにするためには、様々なドライバーの認知特

性や運転行動特性を解明して、自動車を人間に適合さ

せることが重要である。 

本研究センターでは、人の認知機能の計測・評価、

行動特性の計測・評価及び生理的状態の計測・評価技

術の研究開発を基にして、1. 超高齢社会に対応した

高齢ドライバーの認知特性の理解と支援技術、2. 開

発が進められている自動運転車の安全性のためのイン

ターフェイス技術、3. 自動車のある快適で豊かな生

活を実現するための運転意欲・運転スキル・感性技術

の開発を行う。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金： 

交付金 戦略予算「自動車運転パフォーマンス評価の標

準パッケージ開発」 

 

外部資金： 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）自動走行

システム／大規模実証実験／HMI 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（B）「高齢期・超高齢期における歌いと語りの神経

機構」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）「動脈血圧反射による脳血管および心臓調節メ

カニズムの解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手
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研究（B）「あがりが巧みな運動に与える影響－情動と運

動学習の接点－」 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手

研究（B）「小脳を中心とした脳内ネットワークによる認

知制御機構の解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（B）「認知課題訓練効果の汎化と自動車運転能力向

上の脳活動データにもとづく予測」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手

研究（B）「移動に随伴する注意の神経メカニズム」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）「神経伝達物質の直接計測に基づく視覚的注意

の脳機能モデル構築」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 挑戦

的研究（萌芽）「脳波ハイパースキャン技術を用いた非言

語的意思疎通の評価と操作」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 研究

活動スタート支援「中脳ドーパミン細胞は見込み的に循

環系を制御するか？」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（B）「セントラルコマンド発現機構の探索－大脳辺

縁系皮質から筋血管に至る神経回路の同定」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）「『認知空間の歪み』を定量し運動パフォーマ

ンスの向上に活かす」 

 

国立水俣病総合研究センター「平成29年度水俣病患者の

感覚障害定量評価技術に係る研究支援業務」 

 

公益財団法人博報児童教育振興会第11回児童教育実践

についての研究助成(財団助成金）「読み書き習得に伴う

脳内視覚処理システムの変化」 

 

発 表：誌上発表43件、口頭発表69件、その他5件 

--------------------------------------------------------------------------- 

認知システム研究チーム 

（Cognitive System Reseach Team） 

研究チーム長：武田 裕司 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 安全かつ快適な自動車の運転には、ドライバーが外

界情報や車両情報を適切に知覚・認知し、適切に行動

する必要がある。また、他車のドライバーや歩行者と

のコミュニケーション、ドライバーの適切な感情状態

なども快適な運転環境の構築における重要なファクタ

ーである。 

 そこで、脳機能計測、眼球運動計測、行動計測によ

る知覚・認知・感情・コミュニケーションの評価技術

を開発する。既存の評価技術を高度化し、実車及びド

ライビングシミュレータにおいて評価の基盤となるデ

ータの蓄積を進めるとともに、新しい評価技術の開発

を行う。また、ドライバーの認知情報処理メカニズム

の解明に関する研究開発を行う。外界情報の知覚から

行動や感情喚起に至る過程を一つのシステムとして捉

え、それらを総合的に理解するための実験的研究を推

進し、安全かつ快適な自動車運転に資する科学的知見

を蓄積する。さらに、自動運転車両に乗車している時

の認知・感情状態に関する研究、ドライビングプレジ

ャーを決定する要因に関する研究、車載機器の新しい

インターフェイスの研究など、当該研究分野の次の展

開を視野に入れた研究テーマに取り組む。 

 

行動モデリング研究チーム 

（Behavioral Modeling Reseach Team） 

研究チーム長：佐藤 稔久 

（つくば中央第6） 

概 要： 

当チームでは、ドライバー並びに新しい社会に適合

したモビリティ・高度運転支援システムの開発に寄与

することを目的とし、高齢ドライバー支援、自動運転・

運転支援のヒューマンインタフェース、ドライビング

プレジャーに関して、以下の研究開発を行う。 

（1）交通参加者（ドライバー、同乗者、他車両、歩

行者等）の状態・行動データの計測とモデリング

技術の研究 

（2）ヒトの状態や行動メカニズムの解明に関する研

究開発 

（3）ヒトの状態・行動の計測および評価の新たなシ

ーズ技術の創出に資する萌芽的研究 

研究開発に当たって、個別企業、センター内のメン

バー、他ユニット、大学、地域試験場等とのコミュニ

ケーションをこれまで以上に密にし、論文・学会を中

心に様々なチャンネルを活用した研究成果発信を積極

的に行う。 

 

生理機能研究チーム 

（Physiology Function Research Team） 

研究チーム長：小峰 秀彦 

（つくば中央第6） 

概 要： 

高齢ドライバー支援、ヒューマンマシンインターフ

ェース、及びドライビングプレジャーに資する技術の

構築を目指し、主に以下の点に重点を置いた研究開発
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を実施する。 

（1）生体・生理計測技術を活用した自動車運転支援

技術の研究開発： 

 脳波、心拍数、血圧、筋電図、バイオマーカー

等の生体・生理計測技術を用いて、ドライビング

シミュレータや実路で生体・生理データを収集・

解析し、ドライバーの特性や状態を把握する手法

の開発や、ドライバーを支援する技術の開発を目

指す。具体的には、安全に運転するために必要な

生体モニタリング技術や運転支援技術、自動運転

を含めた運転支援に役立つインターフェイス技術、

及びドライバーの意図・感情推定技術等の研究開

発を行う。また、運転時におけるドライバーの疾

患発症や体調急変を検出するための研究開発を行

う。 

（2）自動車運転支援技術の基盤となるヒトの生体・

生理メカニズムの解明及び評価手法の開発： 

 自動車運転に関わるヒューマンファクターの理

解と、基盤的な技術・知見の蓄積を目的として、

ヒトの生体・生理メカニズムの解明、及び生体・

生理状態を評価するための研究開発を行う。これ

ら基盤的研究開発の推進によって、自動車関連の

新たな研究開発シーズを生み出すとともに、他分

野の研究や技術と自動車との融合を目指す。 

 

⑥【ロボットイノベーション研究センター】 
（Robot Innovation Research Center） 

（存続期間：2015.4.1～） 

 

研究センター長：比留川 博久 

副研究センター長：大場 光太郎 

総 括 研 究 主 幹：松本 治 

 

所在地：つくば中央第2 

人 員：25名（25名） 

経 費：1,022,311千円（297,536千円） 

 

概 要 

1.  研究目的 

 人と共栄する情報技術の分野横断的活用と深化に

より社会課題へ取組み、産業競争力の強化と豊かで

快適な社会の実現を目指して人間に配慮した情報技

術の研究開発を行う情報・人間工学領域のミッショ

ンを実現するため、ロボット技術の適用対象業務の

分析や投資効率の算定方法、ロボットの仕様設計を

支援するための効果・安全評価プロトコル、運用効

果を評価するためのログデータの取得・解析技術を

確立し、ロボットによるイノベーションを実現する

ことを研究目的とする。 

2. 研究手段・方法 

 ロボット介護機器、マイクロモビリティ、RaaS 

(Robot as a Service)、安全・高信頼技術、ロボット

ソフトウェアプラットフォームを重点課題とする。 

 ロボット介護機器については、5年計画の経済産

業省ロボット介護機器・導入促進事業の最終年度で

あるので、効果安全プロトコルを完成させ、ディジ

タルヒューマンモデルに基づく設計支援ツール、効

果評価のための IoT ツールの開発を完了させる。

ICF や機械安全等の国際基準と人との関わりに拡張

した V 字モデルに基づく安全・性能・効果基準、そ

れぞれの評価指標に従った試験手法・装置を開発す

る等の社会基盤の提供により、民間企業が開発中の

ロボット介護機器の早期の実用化・普及を目指す。

また、大手民間介護事業者をリーディングユーザー

とすべく、業務分析・情報発信等の活動を行う。成

果物は、ロボット介護機器開発ガイドブック、ロボ

ット介護機器のための安全ハンドブック、ロボット

介護機器実証試験ガイドライン、倫理審査申請ガイ

ドライン、ロボット介護機器開発導入指針等の文書

として取りまとめる。 

 マイクロモビリティについては、高齢者の近距離

移動を安全・安価でかつ利便性高く実現することを

目標として、座り乗り型パーソナルモビリティの実

証試験、関連基盤技術の開発を行う。RaaS につい

ては、AI×健康の研究課題として、サービスロボッ

トを実フィールドに導入して大規模データを蓄積し、

AI 技術による解析によりサービスの最適化を目指

す。安全については、ロボット介護機器の安全評価

試験技術に加えて、ImPACT サイバニックシステム

の安全検証技術、農業用ロボットの安全ガイドライ

ンの策定を継続するとともに、人工知能の安全の研

究に着手する。ロボットソフトウェアプラットフォ

ームについては、NEDO ロボット活用型市場化適用

技術開発において、第1版の開発を行う。以上の技

術を統合して、ロボットサービスプラットフォーム

の実現を研究センターの目標とする。 

 これらの最重要課題に加えて、生活支援移動ロボ

ットの非接触センシング技術に関する国際標準化、

高精度視覚マーカの実用化に向けたハード・ソフト

の高性能化、国規模の3次元環境モデルを構築する

ための低コストセンシングの研究を推進する。 

 また、基盤技術として、システム安全情報モデリ

ング技術 SafeML やシステムモデリング技術

SysML を中心としたシステム記述方法を確立し、認

証ドキュメントの自動生成やトレーサビリティーの

向上、ミドルウェア技術によるシステム実装技術や

IoT 技術に基づくシステムモニタリング技術を確立

することで、生産システムからサービスロボットま

で、安全・高信頼なシステムを構築する技術の確立

を目指す。 
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次の3つの考え方を運営方針とする。 

・Change the world.-研究開発成果により、社会の変

革を目指す。 

・Eat your dog food.-研究センターの成果物である開

発ツールを使う。 

・Two heads are better than one.-個人研究よりグル

ープ研究を推奨。 

  運営体制としては、研究センター長、副研究セン

ター長、総括研究主幹、研究チームリーダー、ユニ

ット支援マネージャーから成る研究センター幹事会

を月に2回、研究センター常勤職員全員から成る研

究センター会議を月に1回開催し、運営方針・研究

進捗状況・外部予算獲得状況、最新の研究トピック

等について議論し、情報共有を行う。 

  ロボット介護機器開発・導入促進プロジェクトユ

ニットを知能システム研究部門、人間情報研究部門、

人工知能研究センターと構成、ロボットソフトウェ

ア研究ラボを知能システム研究部門と構成し、協力

して研究を実施する。この他、エレクトロニクス・

製造領域、エネルギー・環境領域ともデバイスや電

池の開発で引き続き協力していく。 

  知的財産としては、特許性のあるものについては

特許、ノウハウについてはこれを実装したソフトウ

ェアの著作権で確保し、普及を目指す。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金： 

経済産業省 

「平成29年度工業標準化推進事業委託費（戦略的国際

標準化加速事業（国際標準共同研究開発・普及基盤構

築事業：生活支援移動ロボットの非接触センシング技

術に関する国際標準化））」 

 

外部資金： 

国立研究開発法人科学技術振興機構 

 革新的研究開発推進プログラム（ImPACT） 

  「サイバニックシステムに対する安全検証手法の開

発」 

 

国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構 

 SIP（戦略的イノベーション創造プログラム）「次世代

農林水産業創造技術」 

 「情報・通信・制御の連携機能を活用した農作業シ

ステムの自動化・知能化による省力・高品質生産技術

の開発」 

 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構 

 ロボット介護機器開発・導入促進事業 

 「安全評価基準、効果性能基準、実証試験基準、中

間審査会およびステージゲート審査会における審査基

準、ロボット介護機器開発・導入指針の作成、開発補

助事業支援、ロボット介護機器に関する調査、共通基

盤技術開発支援」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「次世代人工知能・ロボット中核技術開発／次世代人

工知能技術分野／AI 活用による安全性向上を目指し

たスマートモビリティ技術の開発」 

「次世代人工知能・ロボット中核技術開発／次世代人

工知能技術分野／ロボットをプローブとした高齢者の

生活機能の計測・分析・介入技術の研究開発」 

「ロボット活用型市場化適用技術開発プロジェクト／

ロボットのプラットフォーム化技術開発（ソフトウェ

ア）／オープンソースロボットソフトウェアのプラッ

トフォーム化技術開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

 基盤研究（B） 

 「マイクロレンズアレイを用いた高精度視覚マーカの

技術基盤構築」 

「白杖・車いす・義手義足の身体化モデルの実験的検

討を通した身体知覚に関する考察」 

 基盤研究（C） 

「前腕切断端部の筋電信号特性と運動・生理学的分析

による筋電義手操作基準に関する研究」 

 若手研究（B） 

  「立ち乗り型パーソナルモビリティの操縦評価手法

の開発」 

 

発 表：誌上発表71件、口頭発表72件、その他6件 

--------------------------------------------------------------------------- 

ディペンダブルシステム研究チーム 

（Dependable Systems Research Team） 

研究チーム長：中坊 嘉宏 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 ディペンダブルシステム研究チームでは、人と共存

する次世代ロボット普及のため、システムを高信頼か

つ安全（ディペンダブル）に構成するための技術につ

いての体系化を図っている。人と機械の協調をシステ

ムオブシステムズとして捉え、目的指向開発、V 字モ

デル開発、モデルベース、リスクアセスメント、機能

安全などの設計・分析・開発・検証の技術に加え、安

全センサ、人体モデルなどの要素技術や試験技術を用

いて人との共存を実現し、国際標準化を推進する。 

 具体的な研究開発事例として、高信頼車椅子、

SafeML/SysML、介護ロボットとその開発プロセス、

冗長化メカニズム、各種センサとその外乱試験、人体

モデル、サービスロボットの国際安全規格 ISO13482 

への貢献や企業が開発するロボットやモジュールの規

格認証支援がある。 
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研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目2、テーマ題目4、

テーマ題目6 

 

サービスロボティクス研究チーム 

（Service Robotics Research Team） 

研究チーム長：松本 吉央 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 高齢化社会における QOL 向上やサービスの効率化

を目指して、日常生活・介護業務等において人の支援

を行うロボット技術  （Assistive Robot, Assistive 

Technology）の研究開発を行い、社会に資する次世代

ロボットの実用化を目指している。個別の支援技術の

実装のための要素開発に加え、ユーザの生活や業務を

分析し機器の設計につなげる設計支援や、安全性およ

び効果の評価技術の開発を行い、実証実験や企業との

連携を通じて、実用化による社会への成果還元を目指

している。 

 具体的な研究内容としては、生活支援の設計・評価

技術として、IoT 介護ロボットによる生活センシン

グ・分析、人を模擬したロボットによる力学評価に、

また生活支援の基盤技術として、ビジョンによる空間

センシングに取り組んでいる。医療・福祉応用として、

アンドロイドロボットによるコミュニケーション支援、

リハビリ支援にも取り組んでいる。 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目2、テーマ題目3、

テーマ題目5、テーマ題目7、テーマ題目9 

 

スマートモビリティ研究チーム 

（Smart Mobility Research Team） 

研究チーム長：阪野 貴彦 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 中心市街地での移動を自動車に過度に依存せず、パ

ーソナルモビリティを有効活用することで、CO2削減

や省エネ等を実現しようとする機運が高まっている。

また、高齢者など気軽に屋外移動ができない人の足と

して、電動車いすを含めたモビリティにも注目が集ま

っている。スマートモビリティ研究チームでは、これ

までに蓄積してきた広域3次元環境構築技術やロボッ

ト自律移動技術をコア技術とし、さらに技術の高度化

や関連技術との統合化を図ることにより、高信頼でか

つ安全性の高いパーソナルモビリティ技術とその運用

手法の先行研究開発を行っている。また、ロボット技

術を搭載したパーソナルモビリティの公道走行実験に

関して、つくばモビリティロボット実証実験推進協議

会と連携し、開発した技術の検証やシェアリング運用

を行い、実運用データを取得・解析・蓄積することに

より、シミュレータによる交通予測や充電インフラの

最適配置、搭乗者の操作支援、安全情報提供など、パ

ーソナルモビリティを活用した効率的な都市交通計画

を支援するための研究開発も実施している。 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目2、テーマ題目3、

テーマ題目8 
 

ロボットソフトウェアプラットフォーム研究チーム 

（Robot Software Platform Research Team） 

研究チーム長：安藤 慶昭 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 未活用領域へのロボット普及や次世代ロボットの実

用化には、導入コストを削減し開発・運用効率の向上

に資する開発プロセスの確立やソフトウェア基盤が不

可欠となる。 

 ロボットソフトウェアプラットフォーム研究チーム

では、ロボットシステムの開発効率向上、安全かつ効

率的なシステム運用を支援する技術として、安全設計

を含めたロボットシステム開発プロセスの確立や、リ

スクアセスメント等を支援する手法やツールの研究、

手間のかかるロボットの教示を効率化する技術の研究、

モデルベース開発を支援する分散コンポーネント指向

ソフトウェア基盤の研究等、ロボットシステム開発手

法体系化のための研究・開発を行っている。研究・開

発された基盤技術や手法を活用するため、これら技術

をソフトウェアやツールとして実装するとともに、一

部についてはオープンソースソフトウェアとして配布、

教育・普及活動や標準化活動を通じて、研究成果の社

会実装や実用化に貢献し、ロボット技術によるイノベ

ーションを目指している。 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目2、テーマ題目6 

--------------------------------------------------------------------------- 

［テーマ題目1］安全基準、性能基準、効果基準、共通基

盤技術開発支援および審査基準作成・審

査 

［研究代表者］比留川 博久（ロボットイノベーション

研究センター） 

［研究担当者］比留川 博久、大場 光太郎、 

松本 吉央、中坊 嘉宏、松本 治、 

梶谷 勇、本間 敬子、角 保志、 

脇田 優仁、田中 秀幸、宮腰 清一、

原 功、藤原 清司、尾暮 拓也、 

尾形 邦裕、小栢 進也、大川 弥生、

澤田 英繁（ロボットイノベーション研

究センター）吉田 英一、吉安 祐介、

鮎澤 光、今村 由芽子、遠藤 維、 

小島 一浩、児島 宏明（知能システム

研究部門）堀 俊夫、三輪 洋靖、 

多田 充徳、小林 吉之（人間情報研究

部門）西村 拓一、北村 光司、 

西田 佳史、福田 賢一郎（人工知能研
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究センター）（常勤職員31名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 移乗・移動支援機器等のロボット介護機器実用化のた

め、国際生活機能分類や機械安全等の国際基準と、人と

の関わりに拡張した V 字モデルに基づく安全、性能、効

果基準を開発し、それぞれの評価指標に従った試験手法、

装置の開発、検証手法の開発を行っている。最終年度で

ある今年度は以下の研究開発を実施し、最終成果として

まとめた。 

 サブテーマ①の「効果性能基準の開発」では、高齢者

の人体特性同定実験結果を人体シミュレーションソフト

ウェアに反映し、さらに体型変更可能な人体シミュレー

ション技術を開発した。移乗・移動支援機器に対して、

静的安定性・関節トルク・接触力・体格差による姿勢変

化等を指標として、機器の動作軌道や幾何パラメータを

評価した。高齢者模擬装置（センサーダミー）により、

非装着移乗支援ロボット使用時の身体負荷・快適性を定

量化した。介護作業記録システム、位置計測システム、

簡易モーションキャプチャシステムを用いた介護施設等

での実証・評価を行った。画像による人物位置検出シス

テムのシステム統合・検証を行い、介護施設における実

用性の検証を実施した。ビーコンによる人物位置検出シ

ステムの学習フェーズ強化・改良、統合システム検証を

実施した。 

 サブテーマ②の「安全評価基準の開発」では、本質安

全設計支援ツールのコンテンツの更新、リスク見積もり

機能に係る一部改良を行い、最終成果版を作成した。さ

らに、安全化設計技術指導書、安全化設計事例集をまと

めた。被介護者の各種行動計測センサ、施設内の事故・

インシデントデータの時空間記録やリスク可視化可能な

ウェブ版ソフトウェアなどを開発し、実際の介護現場に

導入・実証した。ISO 13482認証を活用した欧州 MDD

認証等の活動により、ロボット介護機器にとって汎用性

のある安全化設計に関する適合性評価手法を開発した。 

 さらに、本事業で実施した中間審査会およびステージ

ゲート審査会における審査基準の妥当性確認のため、事

業全期間の中間審査、SG 審査、実証試験、補助事業者

開発機器のデータベース化を行い、開発プロセス分析に

基づいた開発機器のモデル分析を実施した。 

 「介護機器開発における実証試験ガイドライン」、「ロ

ボット介護機器開発・導入指針」、「ロボット介護機器開

発コンセプトシート」の完成版を作成した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］ロボット、介護支援機器、基準、評価、

安全、効果 

 

［テーマ題目2］サイバニックシステムに対する安全検証

手法の開発 

［研究代表者］比留川 博久（ロボットイノベーション

研究センター） 

［研究担当者］比留川 博久、松本 治、中坊 嘉宏、

原 功、本間 敬子、角 保志、 

梶谷 勇、藤原 清司、ジェフ ビグス、

尾暮 拓也、田中 秀幸、宮腰 清一、

佐々木 牧子、尾形 邦裕（ロボットイ

ノベーション研究センター）、 

吉田 英一、鮎澤 光、吉安 祐介、 

今村 由芽子（知能システム研究部門）

（常勤職員17名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

目標、研究計画： 

 平成28年度はこれまで検討・施策を行ってきた安全検

証手法の改良を進めるとともに、事例構築を通しての評

価を行う。 

（1）システム安全情報モデリング技術 SafeML による

安全検証技術に関しては、昨年度認証機関より取得

した要件情報に基づき、データ出力およびデータ解

析に関する改良設計をおこなう。また、実環境での

安全性を重視するサイバニックシステムの事例につ

いて、当該機器開発機関よりシステム情報・安全分

析情報の提供が受けられる範囲において、ツール内

にモデルを構築する。この事例モデルを用い、デー

タの解析・出力機能について認証機関による可用性

の評価を得る。 

（2）移動支援に関しては、前年度試作した動的安定性

試験装置およびその試験手順について試験試行を通

し改良する。具体的には、試験装置に計測系を追加

する。加えて、4種以上の歩行支援機器を対象として

試験データを蓄積するとともに試験手順の改善をお

こなう。また、歩行支援機器以外の形態の移動支援

機器について、その安全評価手法の検討を行う。 

（3）排泄支援に関しては、介護現場リサーチなどにも

とづき、より現実的な評価用排泄支援器を要件とし

て定める。またそれに応じて28年度に導入した試験

装置の治具を作成するなど改良をおこなう。また文

献調査により、試験にかかるパラメータ調査をおこ

なう。以上をもとに、安全試験に必要な一連の手順

を策定する。 

年度進捗状況： 

（1）システム安全情報モデリング技術 SafeML による

安全検証技術に関して： 

 SafeML ツールについてウェブベースのソフトウ

ェア技術開発を継続し、モデル生成インタフェース

を試作した。またサイバーダイン社からの情報提供

に基づき作成したものを含め２例のモデル構築を実

施した。この事例に基づき SafeML の文法改良をお

こなったほか、認証機関による可用性についての評

価を改訂した。 

（2）移動支援分野の安全検証技術に関して： 

 動的安定性試験装置の試験実施時の安全性を改善
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するとともに、転倒挙動再現ダミーのためのリフタ

ーを追加するなどして試験効率を大幅に改善した。

また高速度カメラ等による計測系を追加し、試験評

価をより詳細に行なうことが可能となった。当該試

験の仮想試験対象機器として開発したロレータ型歩

行器2種および市販の歩行支援機器の4種による試験

を実施し、試験手順および評価方法の妥当性を検討

した。同歩行器の物理特性を用いた力学的シミュレ

ーションを継続して実施するとともに、リズムアシ

スト方式の歩行支援機器に関する安全性について基

礎的な検討を実施した。 

（3）排泄支援分野の安全検証技術に関して： 

 介護施設、教育施設、大腸肛門病学会でのヒアリ

ング等リサーチに基づき、より現実的な評価用排泄

支援機器の要件定義を行った。また継続して文献調

査を行い、パラメータの妥当性を確認した。また前

年度導入した動圧、陰陽圧、押し当て、引張りの各

種計測試験機器について改良および試行をおこない、

試験手順書を策定した。 

［領 域 名］情報・人間工学   

［キーワード］安全検証、ロボット、介護機器、生活支

援、サイバニクス 

 

［テーマ題目3］次世代人工知能・ロボット中核技術開発

／次世代人工知能技術分野・AI 活用によ

る安全性向上を目指したスマートモビリ

ティ技術の開発  

［研究代表者］松本 治（ロボットイノベーション研究

センター） 

［研究担当者］松本 治、阪野 貴彦、横塚 将志、 

田中 秀幸、堀内 英一、富田 康治、

宮腰 清一、トンプソン サイモン、 

橋本 尚久（常勤職員9名） 

［研 究 内 容］ 

 現在、高齢者個人移動支援用のモビリティとして電動

車いすがあるが、自動車と同様、操縦ミスによる事故が

数多く報告されている。その内訳としては、交通事故に

よる死亡事故の約8割が道路横断中、交通事故以外によ

る死亡事故の約6割が転落によるものである。一方で、

現状の電動車いすはユーザによるマニュアル操縦が基本

であり、自律的に周囲の環境を検知・判断し、危険を回

避するなどの搭乗者をアシストする機能は搭載されてい

ない。歩行者空間を走行するパーソナルモビリティには、

自動車に求められる安全技術とは違った、より複雑な静

的・動的環境に対応する必要があり、現状の外界センサ

情報処理技術では認識が困難なハザードに対応可能な安

全技術が求められる。さらに、クラウド活用による危険

環境マップとの関連付けにより各モビリティの安全性を

高める方策も有効であるが、都市空間や屋内空間などの

GPS の信頼度が低い環境において、それを補完する安価

な測位インフラ整備やその利活用技術も必要となる。こ

のような技術的課題に対し、AI を用いて解決する技術を

開発し、さらに開発した技術については実際の都市空間

において実証実験を行うことで実用可能性を検証し、新

たなスマートモビリティ技術の創製を目指す。 

 本研究開発では、①静的危険環境認識技術、②動的障

害物回避技術、③高精度マーカによるシームレス測位技

術を開発し、④都市空間での実証実験を行った。 

① AI 活用による静的危険環境認識技術の研究開発 

 柏の葉キャンパス駅周辺において、歩道を中心に3

次元計測を行ったうえで、段差等が識別できる3次元

モデルを作成した。このモデルから生成した RGB 画

像と距離画像を学習データとし、カメラ画像のみから、

段差のない安全走行可能な領域抽出をおこなった。学

習データに関しては95 %以上の識別率を実現するこ

とができた。柏の葉キャンパス駅周辺での車道と歩道

で撮影された映像や、Google Street View や youtube

で公開されているいわゆる一人称映像を、大量に効率

よく収集できるスクリプトを作成し、それらの映像が

車道と歩道のどちらで撮影されたかアノテーションを

付加した学習データセットを作成した。画像の歩車道

識別においては、識別率95 %以上を達成することがで

きた。 

② AI 活用による動的障害物回避技術の研究開発 

 トライ＆エラーを繰り返すことで障害物回避に成功

する行動を徐々に獲得していく枠組みを構築するため、

実機による学習ではなくゲームエンジン（Unity）を

利用したシミュレータを開発した。このシミュレータ

は、実機上の制御信号をそのまま受け取り再現するこ

とができ、柏の葉キャンパス駅周辺の3次元計測デー

タを基にした物理シミュレーションを行うことができ

るものである。結果として、実践に近い障害物回避行

動学習が行えるシミュレータを構築できた。 

③ 高精度マーカによるシームレス測位システムの開発 

 屋内外の幅広い照明条件に対応してロバストにマー

カを認識するソフトウェアを開発した。その結果、暗

い環境・明るい環境ともに、人間の眼で辛うじて見え

る程度のマーカであっても認識可能となった。現行の

正方形状マーカよりも省スペースな長方形状マーカを

設計した。また、そのための新しいモアレパターン（角

度に応じて変化するパターン）を試作し、実現可能性

を実証した。上記に加え、マーカの計測精度評価を行

い、10 m の撮影距離で、カメラ位置姿勢推定誤差が3

㎝未満、1度未満であることを確認した。 

④ 都市空間での実証実験 

 技術検証用モビリティとして、スズキ（株）社製セ

ニアカーET-4D に各種外界センサを搭載した機体を

整備した。本機体は、歩行者扱いでの公道走行が許可

されているため、歩行者環境での環境データ取得や走

行実験が可能である。 
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 つくば市の「搭乗型移動支援ロボットの公道走行実

証実験事業」の枠組みの中で、産総研とつくば駅を結

ぶ遊歩道上において、上記機体の公道走行実証実験（約

1 km）を実施した。柏の葉キャンパスエリアについて

は、計測車両等を用いて3D 環境データ取得・モデリ

ング、ハザード調査などを実施した。UDCK（柏の葉

アーバンデザインセンター）、柏市と、次年度以降の柏

の葉キャンパスエリアにおける公道走行実証実験に関

する協議を行った。 

［領 域 名］情報・人間工学   

［キーワード］モビリティ、搭乗型移動支援ロボット、

AI、強化学習、安全性向上 

 

［テーマ題目4］平成29年度工業標準化推進事業委託費

（戦略的国際標準化加速事業（国際標準

共同研究開発・普及基盤構築事業：生活

支援移動ロボットの非接触センシング技

術に関する国際標準化）） 

［研究代表者］角 保志（ディペンダブルシステム研究

チーム） 

［研究担当者］角 保志、藤原 清司、中坊 嘉宏（ロ

ボットイノベーション研究センター）、金 

奉根（知能システム研究部門）、 

山田 陽滋（名古屋大学） 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、ISO13482で規定される生活支援ロボット

の中で、移動ロボットのための非接触センシング技術の

試験方法に関する国際標準化を行うことを目的とする。

具体的には、屋外での使用を想定した環境及び路面の変

化に対する耐外乱試験、及び、移動ロボットに接近する

人の運動ベクトルを検出する対人運動検知性能試験につ

いて、国際標準案を作成し、国際標準化機関への提案を

目指す。生活支援移動ロボットの対人運動検知技術に関

する規格ができることにより、ロボットの移動に関する

安全方策の指針が確立される。また、屋外における環境

や路面の変化が検知できるようになると、生活支援ロボ

ットの活躍の場が広がり、経済社会へのインパクトが大

きい。 

 耐外乱試験方法の開発については、生活支援ロボット

の非接触センサの人検知性能が、屋外の気象現象によっ

てどのような影響を受けるかについての評価基準を策定

し、センサの試験方法を開発する。また、対人運動検知

性能試験方法の開発については、生活支援ロボットの非

接触センサの人検知性能が、人や人の部位、障害物等の

移動・運動によってどのような影響を受けるかについて

も評価基準を策定し、センサの試験方法を開発する。そ

して、開発した耐外乱試験方法と対人運動検知性能試験

方法を規格素案としてとりまとめる。 

 プロジェクト3年目であり、最終年度である平成29年

度は、耐外乱試験方法の開発と対人運動検知性能試験方

法の開発を実施し、得られた結果をもとに、試験手順お

よび規格素案の策定を行った。特に、対人運動検知性能

試験方法の開発に関しては、IEC/TR 62998-2の原案を策

定し、IEC/TC44/WG14に提案した。 

① 耐外乱試験方法の開発 

 昨年度までに開発した環境シミュレータ装置を用い

た実験で得られる基盤データと知見をとりまとめて試

験方法を策定した。必要に応じて装置を改良し、試験

装置としての完成度を向上させた。具体的な実施内容

は以下の通りである。 

1）降雨に関しては、降雨環境試験装置で複雑な試験片

の移動制御を行うためのスライダ制御装置を開発した。

改良した試験装置で得られたデータをもとに昨年度開

発した降雨空間におけるセンサ試験方法をブラッシュ

アップした。 

2）降雪に関しては、模擬降雪装置と前年度開発した模

擬降雪定量化装置を組み合わせ、模擬降雪環境試験装

置を開発した。開発した装置による模擬降雪と自然降

雪の物理的特性を比較するとともに、各種センサを用

いた物体検知の予備試験を行い、模擬降雪によるセン

サ性能評価の可能性を示した。自然降雪に対する実験

は、国立研究開発法人防災科学技術研究所雪氷防災研

究センターとの共同研究によって実施した。 

3）霧に関しては、霧空間におけるセンサ試験を簡易に

実現するための霧環境シミュレータを開発し、霧空間

におけるセンサ評価試験方法を開発した。 

② 対人運動検知性能試験方法の開発 

 移動ロボットによる人や障害物の運動情報に関する

信号取得の信頼性を評価する手法と試験装置の開発を

行った。IEC/TR 62998-2原案における生活支援移動ロ

ボットの SRSS（Safety-Related Sensor System、安

全関連センサシステム）のインテグレーション事例の

策定に関する基盤データの取得を行った。また、同事

例を実際のロボットシステムによって実証するための

システムを開発した。さらに、開発したシステムによ

り、移動ロボットと歩行者との相対速度計測の信頼性

を評価するための実験を実施した。本項目の一部は名

古屋大学への再委託によって実施した。 

③ 規格素案の策定 

 耐環境試験方法の開発については、降雨、霧環境試

験装置による試験方法を策定した。 

 対人運動検知性能試験方法の開発については、

IEC/TR 62998-2原案を IEC/TC44/WG14に提案した。

また、同 WG にエキスパートとして参加し、審議を主

導した。その結果、同 TR は2018年に「発行段階」と

なる予定である。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］生活支援移動ロボット、安全センサ、性

能評価、国際標準化 
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［テーマ題目5］次世代人工知能・ロボット中核技術開発

／次世代人工知能技術分野／ロボットを

プローブとした高齢者の生活機能の計

測・分析・介入技術の研究開発 

［研究代表者］松本 吉央（サービスロボティクス研究

チーム） 

［研究担当者］松本 吉央、脇田 優仁、本間 敬子、

梶谷 勇、小栢 進也、尾形 邦裕、 

比留川 博久（ロボットイノベーション

研究センター）、西田 佳史（人工知能研

究センター）（常勤職員8名） 

［研 究 内 容］ 

 少子高齢化の急速な進展に伴う高齢者介護における課

題の解決策の一つとして、ロボット技術を応用した介護

機器（以下、ロボット介護機器）に大きな期待が寄せら

れている。本研究では、共同受託機関であるキング通信

工業株式会社、パナソニック株式会社、および再委託機

関の筑波大学と連携し、ロボット介護機器にセンサおよ

び通信機能を組み込むことで、ロボットの利用と同時に

生活データをオンラインで計測・蓄積できる仕組みを構

築し、分析、評価等を行うことにより、高齢者の生活モ

デル化や介入効果のモデル化を行うことを目的に取り組

みを推進してきた。以下にその成果を述べる。 

（1）IoT ロボット介護機器の開発 

 まず、屋外歩行支援のためのロボット介護機器で

ある RT.ワークス社の RT.1および RT.2を改良し、産

総研のクラウドサーバに利用状況を収集する機能を

組み込んだ。具体的には、機器本体内に内蔵されて

いる GPS、力センサ、ジャイロ等のセンサを用いて

歩行状況を取得し、内蔵されている SIM カードを用

いて「IoT ロボット介護機器向けクラウドサーバ」に

逐次送信するロガー機能を追加した。送信内容には、

屋外歩行中の歩行位置、ハンドル把持力、バッテリ

残量、速度、加速度などが含まれる。 

 IoT ロボット介護機器のデータを収集するための

クラウドサーバは、AWS を利用して構築した。セキ

ュリティを考慮し、機器から携帯電話回線経由でイ

ンターネットを介さず直接受け取る仕様とした。ま

た、産総研にてこれまでに研究開発した、介護者が

持つスマートフォンによる介護業務の記録システム

も利用できるようにした。 

 また上記に加えて、移乗支援型ロボット Hug への

ロギング機能の追加や、その他の各種ロボット介護

機器や福祉機器で利用するための「汎用ロガーシス

テム」の開発を行った。汎用ロガーシステムのセン

サ部分はモジュール化し、人体の生体信号を取得す

る「生体データ計測モジュール」、人の身体運動を計

測する「運動データ計測モジュール」、排泄に関する

情報を取得する「化学データ計測モジュール」、屋外

移動を計測する「屋外位置情報計測モジュール」、コ

ミュニケーションロボットとのやり取りを計測する

「コミュニケーションデータ計測モジュール」の5つ

を開発した。 

（2）生活データの収集と分析・モデル化 

 介護に関するアウトカム指標の一つとして、介護

者の身体負担も重要である。そこで、ロボット介護

機器導入による介護者の動作や行動の変化を観測す

るために、センサスーツ（Xenoma 社 e-skin）を用

いた手法を開発した。本装置は歪センサを上半身の

衣服上の合計14箇所に実装することで、薄くて柔ら

かい素材だけで構成されている。しかし、歪センサ

は大きなヒステリシスを持ち、センサ値から直接関

節角度を推定することは困難である。そこで、様々

な動作を計測した上で、そのセンサ特性を畳み込み

ニューラルネットワークによって回帰モデルを導出

し、関節角度の推定を実現した。 

 また、ロボット介護機器からとれるデータを用い

て、使用者の身体機能を推定・判別する手法の研究

も行った。具体的には、RT.2を使用して歩行した歩

行、すり足歩行、跛行の3種類について RT.2に搭載し

た加速度センサの値を収集した。多クラスサポート

ベクターマシン等の機械学習手法を適用したところ、

通常歩行では8割程度、跛行では5割以上の識別率で

あった。 

 今後は、実際の介護現場にて様々なロボット機器

からの利用データを収集し、利用者の状態を推定し

たり、機器利用の効果を評価すべく分析を進めてい

く予定である。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］介護ロボット、AI、IoT、データ収集、

分析 

 

［テーマ題目6］ロボット活用型市場化適用技術開発プロ

ジェクト／ロボットのプラットフォーム

化技術開発（ソフトウェア）／オープン

ソースロボットソフトウェアのプラット

フォーム化技術開発 

［研究代表者］安藤 慶昭（ロボットソフトウェアプラ

ットフォーム研究チーム） 

［研究担当者］安藤 慶昭、原 功、Biggs Geoffrey、

花井 亮、黒瀬 竜一、中坊 嘉宏、 

角 保志、藤原 清司、尾暮 拓也、 

Floris Erich、Abhilasha Saksena、 

河内 のぶ、宮本 信彦 

（常勤職員9名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 2015年2月に日本経済再生本部より打ち出された「ロ

ボット新戦略」において、未活用領域へのロボット導入

には、ロボット知能化技術の高度化、ユーザの要望を適

切に解釈しロボット技術を活用して自動化を促進するシ
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ステムインテグレーション技術、コストの多くを占める

インテグレーションを効率化するためのロボットのプラ

ットフォーム化、といった「ロボット創出力の強化」の

重要性が指摘された。システムインテグレータ（以下

SIer）の能力向上や開発プロセス確立による生産性の向

上、ハード・ソフトのモジュール化や多様なメーカーや

技術の統合を容易にするハード・ソフトのプラットフォ

ーム化、システム設計・調整に要する時間を大幅に短縮

するための標準化や要素技術開発等を進めることにより、

最終的には、誰もが使いこなせる「Easy to use」なロボ

ットを確立することが必要である。 

 本プロジェクトでは、上記ロボット新戦略での指摘を

受けて、未活用領域へのロボット導入に資するロボット

のプラットフォーム化に係る種々の研究開発を実施して

いる。本テーマではソフトウェア技術を中心に、ロボッ

トシステム統合に必要なミドルウェア・ロボット OS、

マニピュレーションやナビゲーション等の各種要素技術

を提供する機能別ソフトウェア、ロボットシステムの開

発・システムインテグレーションを支援・効率化するた

めのツールを含む様々な技術の研究開発を実施している。

開発効率の向上やより高度な技術の導入のため、近年広

く利用され始めているオープンソースのロボット関連ソ

フトウェアの実用システムへの適用を目指し、上記の機

能的な研究開発にとどまらず、テスト・品質保証、ドキ

ュメント、ライセンス・特許や、安全規格への対応等、

機能的な要素以外（非機能要件）に関連する種々の環境

整備を、採択された他の8つのロボットハードウェア開

発事業者と連携して推進している点は、本プロジェクト

の大きな特徴である。ロボットをハードウェア・ソフト

ウェアの両面からプラットフォーム化し、個別対応が必

要なカスタマイズ領域を減らすことで、ロボット導入コ

ストを削減、これまで導入が難しかった領域へロボット

を広く普及させることを目指す。 

 今年度は、これまで研究を進めてきたロボットアーム

教示データ再利用ツールの他事業者への展開を目指し改

修・拡張を実施した。また、各種 RT ミドルウェア用モ

ジュール群（RT コンポーネント）のバイナリパッケー

ジ化、ビジョンセンサ定量的性能評価用ソフトウェアの

開発、音声認識・合成ソフトウェアのパッケージ化等、

既存の分野別ソフトウェアの再利用性向上等、ロボット

SIer がシステム開発をより容易に実施するための技術

開発を実施した。加えて、RT ミドルウェアの商用リア

ルタイム OS（VxWorks、QNX）対応、故障原因究明や

利用状況データ取得など開発時のみならず運用時の利便

性を向上させるためのロギング・モニタリング機能の実

現、RT ミドルウェアや ROS（Robot Operating System）

等異なるミドルウェア間の相互運用性向上に関する研究、

システムの配置（デプロイメント）・統合のためのミドル

ウェアおよびツールの改良等、ロボットシステム開発・

運用基盤としての RT ミドルウェアに関する研究開発を

実施した。 

 また、上述したように、機能的な研究開発のみならず、

テスト・品質保証、ドキュメント、ライセンス・特許や、

安全規格への対応等の非機能要件に関して、内部での研

究開発のみならず、ハードウェア開発を実施する他の事

業者に対して国際規格に基づく安全なロボットの開発支

援の実施や、ロボットの安全設計を効率よく行うための

ガイドライン作成を目指した議論を行うため、ロボット

革命イニシアティブ協議会（RRI）のロボットイノベー

ション WG 内に、調査検討委員会を設置した。また、オ

ープンソースソフトウェアを利用した開発において問題

となる、品質管理・性能評価指標、特許・ライセンス、

システムアーキテクチャ、実装技術等、システム開発プ

ロセスの各フェーズにおける活動に関する、ガイドライ

ン、仕様策定を目指した4つの委員会を RRI 内に組織し

議論を開始した。 

 本プロジェクトにおいては、1つのソフトウェア開発

事業者と8つのハードウェア事業者間で、より密接に連

携した研究開発活動を推進するため、東京大学フューチ

ャーセンター推進機構（東京大学柏の葉キャンパス駅前

サテライト）内に集中研究拠点を設置し、平成30年度か

らの本格運用を目指して準備が進められた。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］ロボット、ソフトウェア、プラットフォ

ーム化、オープンソース、安全 

 

［テーマ題目7］高精度視覚マーカの実用化に向けたハー

ド・ソフトの高性能化と応用システム開

発 

［研究代表者］田中 秀幸（サービスロボティクス研究

チーム） 

［研究担当者］田中 秀幸、角 保志、松本 吉央、 

脇田 優仁、本間 敬子、梶谷 勇、 

尾形 邦裕、小栢 進也（ロボットイノ

ベーション研究センター）、金 奉根 

（知能システム研究部門） 

（常勤職員9名） 

［研 究 内 容］ 

 視覚マーカは、画像による位置姿勢計測を支援するツ

ールである。我々は、「マイクロレンズアレイが作る干渉

縞」を用いて姿勢を測る世界初・世界最高精度（誤差1 

mm、1 deg）の視覚マーカを開発し、従来型マーカの長

年の未解決問題（正面観測時の姿勢精度の悪化等）を解

決した。本マーカは、カメラ1個による低コスト・コン

パクトな位置姿勢計測を行う新しい光学系を提供するも

のであり、ロボット制御、計測、拡張現実等、幅広い分

野への応用が期待されている。本研究では、技術的には

そのまま製品化が可能なレベルの「課題①高品質なマー

カの設計と製造技術の開発（ハードウェア）」と「課題②

ロバスト・高速なマーカ認識アルゴリズムの開発（ソフ



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(175) 

トウェア）」を行う。また、ポータブル6自由度モーショ

ントラッカー等、本マーカの「課題③応用システムの開

発と性能検証」を企業や他機関と連携して行い、他シス

テムと比較した技術的優位性および実用性を明らかにす

ることで事業化への見通しをつける。本年度の進捗は以

下の通りである。課題①については、波型二色構造によ

る「反転検知パターン」を高精度マーカに付加すること

で、従来マーカの未解決問題の一つであった「姿勢の不

定性」の問題を解決する手法を確立した。そして、この

反転検知パターンを搭載した高精度マーカの製造法を確

立し、準製品版となるマーカを開発した。また、これま

で用いてきた VMP（可変モアレパターン）は、回転軸

方向と黒線の動く向きが直交する「直交 VMP」であっ

たのに対し、レンズ裏の印刷パターンを変えることで、

回転軸方向と黒線の動く向きが平行となる「平行VMP」

を開発した。これにより、正方形状のマーカを、計測精

度を落とすことなく長方形状にすることが可能となり、

マーカ貼付の対象の幅を広げることができた。課題②に

ついては、これまでに開発してきた計測精度向上および

照明変動に対するロバスト化のアルゴリズムを改良する

とともに、マーカ認識・計測プログラム全体の整理を進

め、今後の実用化に向けてソフトウェアの利用性を向上

させた。課題③については、高精度マーカを用いた動作

計測・身体負荷可視化システムのプロトタイプを開発し、

実験によりその有用性を実証した。また、20 cm 四方の

サイズの超高精度マーカを活用した屋内外シームレス測

位システムの開発を開始した。本システムでは、屋内や

ビル街等、GPS の信頼性が低下する環境の要所にマーカ

を測位インフラとして設置し、自律移動ロボットや歩行

者等の移動体がカメラでマーカを撮影することで位置推

定誤差10 cm 未満の高精度な測位を行う。今後、実環境

においてシステムプロトタイプを開発し、実証試験を行

う予定である。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］視覚マーカ、画像計測、ロボット制御、

拡張現実、測位 

 

［テーマ題目8］国規模の3次元環境モデルを構築するた

めの低コストセンシング  

［研究代表者］阪野 貴彦（スマートモビリティ研究チ

ーム） 

［研究担当者］阪野 貴彦、松本 治、横塚 将志、 

富田 康治、橋本 尚久、 

トンプソン サイモン（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

 数年以内に自動運転車両は段階的な実用化が始まる見

込みであるが、自動運転に必須とされる3次元地図デー

タを日本全土に渡って整備するには膨大な数の計測車両

が必要であるものの、現状では数十社の測量会社が1台

あたり数千万円の計測車両を使って運用中である。本研

究課題では、一般車両を安価に計測車両に仕立てるセン

サユニットを実現するため、その基盤アルゴリズムを開

発し、計測車両数十台の運用から、一般車両数万台規模

に変えることを目指している。具体的には、ノイズが多

く低解像度のレンジセンサやカメラを用いて、大規模範

囲な3次元形状を復元することを目標とする。さらに、

その技術を手持ちのセンサでも可能すべく、電動車いす

等の自動運転にも応用し、車両が進入できない歩行者環

境の地図作成・維持にも拡張する。最終年度である29年

度は以下の3つのサブテーマに関して研究開発を実施し

た。 

① 実時間処理が可能な3D LiDAR SLAM と環境形状

復元の研究開発 

 2018 年 か ら 安 価 な Sold State 3D-LiDAR 

（Velodyne 社は600$程度で提供予定）が複数社のメ

ーカから販売が予定されている。今後は安価なデバイ

スとして LiDAR も視野に入ることから3D-LiDAR に

適した実時間処理が可能な SLAM と形状復元手法の

研究開発に取り組んだ。LiDAR 出力結果より、部分空

間行列式を用いた安定で高速な面法線推定手法を開発

し、構造化されていない膨大な点群から面の復元を可

能にした。また、ループクロージングでは、全探索を

することなく、グラフ上での外れ値を用いて間違った

相対位置を検出する手法を開発し、リアルタイム処理

が可能な最適化を実現した。 

② 安価なデバイスによる高精度6自由度軌跡推定 

 主要な幹線道路は国・企業等が高精細な3次元地図

を全国的に展開するため、本手法ではそれらに含まれ

ない歩道や自動車が進入できない細い道路を安価なレ

ンジセンサでカバーする必要がある。車速度センサ、

安価な GPS、加速度計、ジャイロ、方位センサにより、

デバイスの6自由度軌跡をオフラインで導出すること

によって、細い道路等への地図の拡張を試みる。ここ

で想定している安価なセンサでは解像度が低いうえノ

イズが大きく、先述した高精細な幹線道路の3次元地

図と直接繋ぎ合わせることは、これまでの手法では計

算コストが膨大になり困難であった。そこで、3次元

データにフィルタを適用することで、計算コストと位

置合わせ精度との関係性を明らかにし、安価なデバイ

スであっても高精度な軌跡推定を可能とする条件を評

価した。 

③ カメラのみによるつくば中央地図作成 

 広範囲領域をカメラのみによって行う地図作成の一

例として、産総研つくば中央敷地内の主要道路をカメ

ラを搭載したモビリティで走行し、得られた画像デー

タを処理することで3次元復元した点群地図を取得し

た。今回、全方位カメラを用いて、敷地内をおよそ10 

km 走行し、画像18万枚（動画像として1時間40分に

相当）を得た。全方位画像に特化した特徴点記述手法

と、ランドマーク3点から高速に自己位置を推定する
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手法を開発し、シーケンシャルな Structure From 

Motion（SFM）を適用した。結果として、300メート

ル四方の撮影移動範囲であれば1メートル以内の誤差

でサブマップ生成が可能となった。また、生成した地

図内において、カメラ画像からリアルタイムで自己位

置算出が可能となった。今後の課題としては、サブマ

ップを拡大化する場合の最適化や撮影ルートのプラン

ニング、異種センサのマージングが考えられる。 

［領 域 名］情報・人間工学   

［キーワード］3次元地図、SLAM、カメラ、LiDAR、3

次元復元、自己位置推定 

 

［テーマ題目9］運動神経スーツの開発 

［研究代表者］比留川 博久（ロボットイノベーション

研究センター） 

［研究担当者］比留川 博久、松本 吉央、本間 敬子、

梶谷 勇、小栢 進也（ロボットイノベ

ーション研究センター）、肥後 範行、山

田 亨、九里 信夫、金子 秀和（人間

情報研究部門）、遠藤 維、 

今村 由芽子、吉田 英一（知能システ

ム研究部門）（常勤職員12名） 

［研 究 内 容］ 

 運動用の高機能タイツのように、衣服の下に常時着用

可能な薄い布状で、伸縮長さを計測するセンサと運動制

御のための最低限の力を発生するアクチュエータを備え

たスーツにより、運動の動作タイミングを制御すること

で、残存筋力を最大限利用した運動アシストするととも

に、運動能力の回復を図る技術を開発し、運動機能が低

下した高齢者の自立支援を行うことを目的とする。 

 研究の第１段階では、歩行動作と起き上がり動作を対

象として、股関節・膝関節・足首関節の矢状面での動作

のみをアシスト対象とし、アクチュエータはワイヤをモ

ータで牽引する方式を採用する。これら3関節の動作タ

イミングの制御のみで、歩行動作と起き上がり動作をア

シストできるかどうかの原理検証を目的とする。動作制

御方式の設計はヒューマノイドの全身運動制御技術と理

学療法の知見に基づいて行う。設計された動作は、ディ

ジタルヒューマン技術と筋骨格シミュレーション技術に

より検証する。その結果に基づいて、スーツに装着する

センターとアクチュエータの仕様を決定する。 

 今年度は、装具をベースとした試作1号機、ウェット

スーツをベースとした試作2号機を開発し、ワイヤの取

り付け位置、牽引力等について仕様作成を行った。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］装着型ロボット、歩行支援、ニューロリ

ハビリテーション、ディジタルヒューマ

ン、筋骨格シミュレーション 

 

⑦【人工知能研究センター】 

（Human Factors Artificial Intelligence Research 

 Center） 

（存続期間：2016.5.1～） 

 

研究センター長：辻井 潤一 

副研究センター長：市川 類、麻生 英樹、 

         谷川 民生、宮本 晃之 

首 席 研 究 員：西田 佳史、本村 陽一、 

Horton Pau l 

総 括 研 究 主 幹：野田 五十樹 

 

所在地：臨海副都心センター、つくば中央第1 

人 員：67名（66名） 

経 費：8,514,899千円（1,012,553千円） 

 

概 要： 

 人工知能の研究では、実世界問題への先端技術の適

用が新たな先端技術を生み出すという、応用研究と基

礎研究の密接な連関が不可欠になっている。また、応

用分野の急速な拡大により、人工知能の研究は、ます

ますその学際性を強めており、多様な分野の専門家の

共同研究が不可欠となっている。 

 本センターは、（a）人工知能とその隣接分野の国内

外のトップ研究者、新進気鋭の研究者が共同して大規

模な研究を推進するための核となること、また、（b）

研究成果の実世界への応用を行うための産業界と学界

との連携を促進する核となること、を目的として設立

された。本センターの研究面からの大きな目標は、「人

間の知能と親和性の高い」人工知能を実現することで

ある。急速な発展を遂げてきた人工知能技術は、大き

な期待とともに、人間とは異質な知性体を作り出して

しまうのではないかという不安も引き起こしている。

この不安感は、人工知能への不信感という、人工知能

技術のユーザビリティを限定する主要な要因ともなっ

ている。膨大な記憶と計算の能力を使う機械学習技術

は、膨大なデータから隠れた規則性を学習するという、

個々の人間には不可能な能力を実現した。しかし、そ

の反面、たとえば、文脈や場面によってさまざまに変

わる言葉の意味を汲み取るといった、人間にとっては

自然で簡単なことが、人工知能には難問となるという

逆説的な状況も多く残っている。人間と人工知能とい

う2つの異質な知性体が共同して挑戦的な課題を解決

していくためには、人工知能を人間の知能との親和性

が高いものにし、不安感や不信感を払拭することが必

要である。 

 本センターは、次の2つの研究の柱を設定し、人間

の知能との親和性が高い人工知能の実現を目指す。 

（1）人工知能研究プラットフォームの形成 

 電子的なデータの量はあらゆる科学・業分野に
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おいて指数関数的に増大しており、人手での利活

用が困難になっていることから、そうした大量の

データを解析することで新たな価値を生み出す人

工知能技術へのニーズと期待が高まっている。海

外ではインターネット企業を中心として、人工知

能の研究開発のために優れた基礎研究者が世界中

から集められ、その結果完成した人工知能技術が

実世界で使われ、豊富な知見が蓄積し、実世界か

ら基礎研究へのフィードバックが得られる、とい

う好循環が生まれている。しかし、我が国では、

研究者が個別に基礎研究を行っており、優れた研

究も多いが、これらを統合的して社会的インパク

トの大きい人工知能技術を開発する動きは少なく、

海外で見られるような好循環が十分に生まれてい

ない。こうした状況を打破するために、本研究セ

ンターは、魅力ある研究拠点として、国内外の多

様な人工知能研究のトップ・新進気鋭の研究者や

優れた技術を集結し、先進的な人工知能の開発・

実用化と基礎研究の進展の好循環を生むプラット

フォームを形成することを通じて、日本の技術・

人材の拡大再生産と産業競争力の維持・強化に貢

献する。 

（2）人間との親和性の高い人工知能技術の確立 

 現在の主流であるデータ駆動型人工知能は、大

量のデータから学習を行い、高度な予測・識別・

分類を実現しているが、その理由の説明などはで

きない。そうしたブラックボックス性が、人工知

能に対する不安や脅威に結びついている。そこで、

神経科学の知見に学ぶ脳型人工知能や、データ駆

動型人工知能と記号的な知識駆動型の人工知能を

融合するデータ・知識融合型人工知能の研究を通

じて、人工知能に人間との共通言語、共通表現を

持たせ、従来のブラックボックス的な人工知能の

気持ち悪さを解消し、人間にとって理解・制御・

協働しやすい人間協調型の人工知能技術を確立す

ることにより、人工知能技術の幅広い分野での利

用を促進する。 

 この2つの研究テーマは野心的で、長期間の継続的

な努力が必要である。本センターは、国内外の研究者

の集積と交流の核として、また、学界と産業界の連携

の核として、具体的で明確な応用を設定することで、

その研究を推進していく。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金：  

戦略予算「月面データ解析への人工知能の応用」 

 近年、地球だけでなく月惑星探査においても大規模な

リモートセンシングデータが収集・蓄積されるようにな

ってきている。これまでに地球観測衛星画像を対象とし

て開発してきた、自動地物検出用の深層学習アルゴリズ

ムを、JAXA の月探査衛星「かぐや」の全量画像アーカ

イブに適用することで、クレーターや Dark Mantle 

Deposit といった特徴地形の自動抽出を試みる。また教

師データの作成コストを低減するために Generative 

Adversarial Network（GAN）を用いた機械学習技術の

適用についても検討行う。 

 

外部資金：  

平成29年度商取引適正化・製品安全に係る事業（ビンテ

ージソサエティの実現に向けた高齢者等の行動データ取

得事業）  

次世代人工知能・ロボット中核技術開発／次世代人工知

能技術分野／AI×ロボットによる高品質細胞培養の自 

化とオミックスデータの大規模取得 

未発生事故リスクの評価技術の開発 

位置姿勢変化に頑健な3次元地図作成および3次元空間

内音源探索 

マルチモーダル画像融合による極限センシング 

IoT 活用による糖尿病重症化予防法の開発を目指した研

究／交換規約改訂・共通データベース構築・データ活用

法の開発・基礎アルゴリズム開発の統括 

次世代人工知能・ロボット中核技術開発／次世代人工知

能技術分野／人間と相互理解できる次世代人工知能技術

の研究開発 

統計的検定手法構築、高速化・大規模化及び手法の普及 

機械学習を用いた倍数体オミクス解析とモデリング技術

の開発 

エピジェネティクス解析及び医療画像データ解析を中心

とした機械学習全般の解析手法を用いた統合的解析 

予防安全分野の多機関分散データの統合的利活用技術の

テストヘッド開発 

データ利用技術の開発と普及 

見守り技術の実装のための現場変容ライブラリの構築 

計算論的代数幾何学によるデータ駆動科学の発展 

安全・安心・満足に資する高齢者支援技術－高齢者と介

護関係者をつなぐデジタルーヒューマンネットワークの

構築 

レジリエントな最適化技術の開発 

タンパク質の高次構造情報を利用した創薬等研究加速に

向けたバイオインフォマティクス研究 

日本産コムギ標準品種のゲノム解析によるコムギ多様性

情報の整備 

多層マルチ時空間スケール社会・経済シュミレーション

技術の研究・開発 

完全自動リアルタイムフルデマンド交通システム SAV

向けプラットフォームの研究開発 

風力等自然エネルギー技術研究開発／風力発電高度実用

化研究開発／スマートメンテナンス技術研究開発（分析）

（リスク解析等） 

SIP（戦略的イノベーション創造プログラム）インフラ

維持管理・更新・マネジメント技術／点検・診断技術の
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実用化に向けた研究開発／学習型打音解析技術の研究開

発 

様々な形式のデータを言語で柔軟に記述する汎用的技術

の開発 －数値データの言語化技術等の開発－ 

大規模社会シミュレーション実行計画機構の開発および

全体調整とパッケージ統合 

大規模社会シミュレーション実行計画機構の開発および

全体調整とパッケージ統合 

言語横断検索手法の検討 

ハイブリッド新種ゲノムが有するオミクス適応能の包括

的な解析 

ミッシングヘリタビリティを埋める複合因子解析手法の

開発 

使うほど医師の知識と経験を蓄積する育成型内視鏡画像

診断支援プラットフォームの研究 

救急医療現場での動線分析と会話分析の融合によるチー

ム医療の評価と教育効果の向上 

家政学と人間工学を融合した家事労働の解析ーケイパビ

リティ・アプローチを用いてー 

正確な看護業務時間測定と評価に基づく看護業務改善シ

ステムの構築と検証に関する研究 

正確な看護業務時間測定と評価に基づく看護業務改善シ

ステムの構築と検証に関する研究 

植物新種誕生の原理－国際的研究中心形成に向けた国際

活動支援センター－ 

マルコフ連鎖モンテカルロ法の挙動に基づくベイズ推定

におけるモデル選択手法の開発 

交通流映像とセルオートマトンに基づく新たなドライバ

モデリング手法の確立 

機械学習と網羅シミュレーションによるMA共有資源選

択の効率化・安定化手法の確立 

大規模機械学習のための並列計算基盤の研究 

糸状菌由来リボソーム・ペプチド合成遺伝子のバイオイ

ンフォマティクス解析による探索 

物体の分かりやすい説明表現のための絵描き歌自動生成

に関する研究 

大規模空間における避難訓練の科学的解析に基づく屋内

避難経路ピクトグラムの作成 

集合移動パターン分析によるセマンティック軌跡データ

ベースの研究 

多様な読み手のための単語難易度指標指標の統計的構築

手法の開発 

サービス現場を活性化させる現場起点の業務デザイン知

識循環手法の開発 

Tree Transducers for Question-Answering over Large 

Databases 

現場事例と規範知識を組み合わせた業務プロセス知識の

獲得に関する研究 

ビッグデータ解析環境への効率的なデータステージング

の研究 

Regulatory DNA conserved between Phyla 

超混雑環境における群集ナビゲーションに関する研究 

Radiometric Calibration for Photo Collections 

Studies on Belief and Opinion Propagation in 

Multi-Agent Systems 

Recognizing Phrasal Entailments using Image 

Groundings 

Framework for context-sensitive fact extraction over 

web data. 

クラウドソーシングのためのヒューマンセントリックメ

カニズム設計理論の構築 

エクストリームコンピューティング向けた不揮発性メモ

リによるプログラム構成法 

多階層共分散ネットワークによるオミクス間制御ファク

ターの解明 

児童の安全知識共創を可能とする「繋げる AI」援用型ピ

アエデュケーション 

実環境下での単極脳波信号を入力としたアーチファクト

フリーシステムの実現 

階層モデルの幾何学に基づく深層学習の理論構築と制御 

深層学習を用いた化合物とタンパク質の表現学習と創薬

への応用 

子ども虐待におけるリスク予測と効果的対応のリコメン

ド：人工知能技術活用の基礎研究 

スパースモデリングによる潜在構造の抽出 

先進ゲノム解析研究推進プラットフォーム 

植物新種誕生の原理－生殖過程の鍵と鍵穴の分子実体解

明を通じて－ 

人工知能を用いた化学コミュニケーション空間の多様性

と共通性の解明 

組織幹細胞におけるゲノム安定性の制御 

裁判過程における人工知能による高次推論支援  

高齢者、介護スタッフの思いを記録し記憶へと繋ぐシス

テム 

知識表現付き高精度3次元地図を用いた自律協調型自動

運転システムに関する研究 

あかつき・地上観測と数値モデリングの連携による金星

大気力学の研究 

エピトランスクリプトーム解析のための RNA インフォ

マティクス基盤技術 

マーケットデザインの実践的理論の構築 

状態遷移列からの関係ダイナミクス学習 

メタ認知タスクを用いたヒューマンコンピュテーション

の品質制御 

地域救急医療の質の向上に資する科学的証拠の構築に関

する研究 

地域救急医療の質の向上に資する科学的証拠の構築に関

する研究 

ケアリングの実践知を日常的に共有するための支援モデ

ルの構築 
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ケアリングの実践知を日常的に共有するための支援モデ

ルの構築 

ケアリングの実践知を日常的に共有するための支援モデ

ルの構築 

大自由度モデルに基づくデータ同化のための革新的４次

元変分法の開発 

ソーシャルビッグデータにおけるデータ分析とデータ管

理の統合理論の構築と実践 

多種センサとクラウドを活用した分散リアルタイム機械

学習処理基盤 

MAFFT 多重アラインメントプログラムの大量配列デー

タへの対応と機能拡張 

卓越研究員事業 

「複数の社会経済現象の相互作用のモデル構築とその応

用研究 （多層マルチ時空間スケール社会・経済シミュレ

ーション技術の研究・開発）」（④サブ課題 D 交通・人流

シミュレーション、④－1 網羅的交通・人流シミュレ

ーションとその解析）    

Mining for explanations to claims published on the 

Web 

 

発 表：誌上発表323件、口頭発表371件、その他41件 

--------------------------------------------------------------------------- 

知識情報研究チーム 

（Knowledge and Information Research Team） 

研究チーム長 高村：大也  

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 研究目的は、数値や文字列といった羅列的なデータ

の中から、知識を抽出する技術を研究開発することで

ある。従来のコンピュータはデータで考え結論を出す

が、人間は知識で考える。この差があるため、人間の

ように意味や価値判断に基づく深い思考を人工知能に

行わせることには、まだ困難がある。研究手段として、

データの中に含まれる命題間の関係を抽出し、それら

の間に潜む矛盾や一致の関係を検出し、また時間経過

による命題関係の変化を追跡することで、コンピュー

タが雑多な情報から最も信頼性の高い知識を抽出する

技術を主に研究する。そして、キーワードの有無で尋

ねる従来的な検索ではなく、論理的な質問（クエリ）

を受け付ける技術と併せることで、知識のレベルで人

と対話する人工知能を研究開発する。方法論として、

研究のいたずらな抽象化を避けるために、産業事故の

報告書や新聞記事といった時世界の出来事を表すテキ

ストを題材として取り上げ、実用性を検証することに

主眼を置く。 

研究テーマ：テーマ題目1、2 

 

確率モデリング研究チーム 

（Probabilistic Modeling Research Team） 

研究チーム長：本村 陽一 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 現実社会の中で行われるサービスや生活における現

象の観測・分析・予測・制御を可能にするために、サ

ービスや生活を通じて得られる大規模データから、現

実社会の現象を予測可能な計算モデルである確率モデ

ルとして構築し、それを活用して新たな現象の生成や

制御を可能にする技術を開発する。実際の生活現場や

サービス現場の中でデータを観測するためにはアクシ

ョンリサーチが必要になる。すなわち実際の生活やサ

ービス活動を改善しながら、現場で日常的に行われて

いるサービスの活動や生活者の行動を、主観的な領域

も含めて観測可能な大規模データとして観測・分析し、

計算モデル化を行う確率データモデリングの技術開発

し、を現場で利用可能な状態で提供することが重要で

ある。具体的には、人間行動を観測する情報工学的技

術、心理学的特性を推定する認知・行動科学的技術、

大規模データから潜在的な意味カテゴリを抽出する数

理的手法や計算技術、計算モデルを構築する確率的情

報処理技術、計算モデルを用いた予測・制御・シミュ

レーション技術、これらの技術をサービス現場に実装

し、社会化を促進する応用開発技術の研究を行う。 

研究テーマ：テーマ題目1 

 

機械学習研究チーム 

（Machine Learning Research Team） 

研究チーム長：瀬々 潤 

（臨海副都心センター） 

概 要：  

 第4期中期計画3-（1）「ビッグデータから価値を創

造する人工知能技術の開発」に貢献することを目的と

する。そのために、人工知能の基盤技術の一つである

機械学習技術に関して、基礎理論から応用まで幅広く

研究開発を実施する。基礎理論に関しては、ベイズ的

な確率モデリングに基づいて、スケーラブルな機械学

習・確率モデリング技術、機械学習と数理統計学をシ

ームレスに繋ぐ理論の開発、超複雑な機械学習・確率

モデリング技術、深層表現学習技術、等の研究開発を

進める。機械学習の応用に関しては、医療・農業デー

タの解析への応用、物質科学のデータ解析への応用、

ビデオ・センサー情報を基にした行動解析等に関する

研究開発を中心として実施する。 

研究テーマ：テーマ題目1、2 

 

人工知能クラウド研究チーム 

（Artificial Intelligence Cloud Research Team） 

研究チーム長：小川 宏高 

（臨海副都心センター） 

概 要：  
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 計算機・ネットワーク技術の普及と各種センサ技術

の発展に伴い、多種多様なモノがネットワークに接続

され、実世界のさまざまな事象を「データ」として情

報技術の世界から捉えることが可能になってきた。特

に人工知能・IoT 技術の最先端の研究開発、産業分野

等への社会実装を加速するには、機械学習技術をはじ

めとするアルゴリズム、実社会から取得される多種多

様大量のビッグデータ、両者の組み合わせを可能とす

る膨大な計算能力の供給が不可欠である。本チームで

は、世界最高水準の機械学習処理能力、高性能計算能

力、省電力性能を備えた大規模 AI クラウド基盤を開

発・整備している。併せて、本クラウド基盤の効率的

利用に資するコンテナベースの AI モジュールフレー

ムワーク、次世代アーキテクチャを見据えた I/O 最適

化ミドルウェア技術・システムソフトウェア技術等を

研究開発している。開発した技術は基盤に早期に統合

してサービスとして提供している。これらの活動を通

じてオープンイノベーションプラットフォームの構築、

最先端の AI 技術の早期橋渡しを推進する。 

研究テーマ：テーマ題目1、2 

 

人工知能応用研究チーム 

（Artificial Intelligence Applications Research Team） 

研究チーム長：坂無 英徳 

（つくば中央第1） 

概 要：  

 社会課題を解決することを目的とした人工知能技術

の活用方法について研究を行う。特に、機械学習に基

づく画像解析や音響データ解析による異常検知などを

コア技術とし、社会インフラ診断および医療診断・創

薬支援に資する技術の実用化に向けて研究開発を行う。

取り組む課題それぞれのステークホルダーと密接に連

携し、PDCA サイクルを短期間に回していくことで、

早期の橋渡しを目指すとともに、人工知能技術を実社

会で活用するために必要なノウハウや知見を蓄積し、

共通部分を抽出することで横展開のフレームワーク化

を目指す。また、橋渡しの過程で必要性が浮き彫りに

なる基盤技術については、他のチームにもフィードバ

ックし連携することで、目的基礎研究の推進にも貢献

する。 

研究テーマ：テーマ題目1、2 

 

サービスインテリジェンス研究チーム 

（Service Intelligence Research Team） 

研究チーム長：西村 拓一 

（臨海副都心センター） 

概 要：  

 人々が主体的・共創的にインテリジェンス（観察、

判断、行動力）を高める方法論とそれを効率的に実現

する人工知能技術を研究する。そのために、モノだけ

でなく人々の活動とその意味、感情、知識を「コト」

としてデータベース化、モデル化し、新たなコトとモ

ノを設計することを支援する技術を開発する。具体的

には、介護、看護、健康増進、保育、教育、地域活性

化理美容などの現場に知識工学、設計工学、データ工

学、認知科学、バイオメカニクスなどを適用し、横展

開可能な人間行動モデリング技術を開発する。これに

より、サービス現場のインテリジェンスを高め、究極

の個別対応サービスが効率的に創出される社会を目指

す。 

 このベース知識を元に、現場従業員が現場固有の知

識を追加する知識発現の方法論を構築、効果を実証し

た。この知識発現方法論をもとに、健康増進として認

知症予防に有効なダンスと音楽指導に関する基本知識

の構築を開始した。健康増進や介護現場で重要となる

身体運動の質の可視化のために特に動きの基本となる

体幹の評価技術を確立した。サービス現場により適し

た ICT の社会実装を促進するため、サービス現場に加

え、現場を支える経営・制度も含めたサービスシステ

ム全体の分析手法の開発に着手し、介護サービスを対

象として国内外で調査を実施した。 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目3 

 

社会知能研究チーム 

（Computational Social Intelligence Research Team） 

研究チーム長：大西 正輝 

（つくば中央第1） 

概 要：  

 様々な社会現象を社会サービスシステムとみなし、

人々の知的なふるまいを中心とした計算機モデルを構

築し、センシングとシミュレーションにより現象を多

方面から評価し、システム設計を支援する技術を構築

する。対象とする社会現象としては、地域における公

共交通サービスや地域防災施策、イベントや施設にお

ける人流制御を取り上げる。これらを対象に、人の動

きや判断を継続的かつ非接触型でモニタリングする技

術とともに、社会現象のデータ化と、それらのデータ

に基づく計算機モデルの構築、さらには、その社会現

象に関係する多様な状況・要素を網羅して大規模にシ

ミュレーションし分析する技術の開発を進める。これ

を基に、社会システムやサービスの改善施策の効果を

見える化する手法を構成して、人工知能技術を用いた

効果的な社会制度設計の支援手法を探求し、地域活性

化・付加価値向上のための基盤情報技術を確立する 

研究テーマ：テーマ題目1、2 

 

地理情報科学研究チーム 

（Geoinformation Science Research Team） 

研究チーム長：中村 良介 

（臨海副都心センター） 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(181) 

概 要：  

 あらゆる情報は、「いつ」「どこで」という時空間情

報にタグ付けされています。こうした多種多様かつ膨

大な地理空間情報を知的に処理できる基盤を開発し、

科学研究だけでなく環境管理・資源開発・防災といっ

た具体的な応用に結びつけます。直近の課題は、宇宙

から地球・惑星を観測する衛星群をセンサーネットと

みなし、そこから得られる画像や測位データを即時・

全量処理できる人工知能フレームワークの構築。 

研究テーマ：テーマ題目1、2 

 

生活知能研究チーム 

（Living Intelligence Research Team） 

研究チーム長：西田 佳史 

（臨海副都心センター） 

概 要：  

 多様な生活機能変化者に適合した安全な生活、自立

した生活、高度な社会参加のある生活の実現といった

社会的インパクトのある具体的課題をいくつか設定し、

IoT 技術、画像処理技術、生活データベース技術、ロ

ボット技術などの技術を垂直統合する研究を推進する

ことで、人工知能技術創出と社会インパクトの相乗効

果を狙う。また、地域生活が営まれる現実のコミュニ

ティや産業界と連携することで、大規模生活データか

らニューノーマル化した生活課題をいち早く見つけ、

そのソリューションを開発可能にする生活知識循環エ

コシステムの創造、および国が推進しているビンテー

ジ・ソサエティ（生活機能変化者が活躍できる社会）

への貢献を長期的な狙いとする。も長期的な狙いとす

る。平成29年度は、生活データを保有する複数の機関

との共同研究を実施し、スポーツ外傷、家庭内の事故、

介護施設の事故分析を行った。また、これらのセマン

ティックな情報源に加え、センサ情報を用いた情報処

理技術として、これまでに構築してきた産総研内リビ

ングラボや介護施設や病院や一般住宅などをセンサ化

したサテライトリビングラボを用いたアノテーション

付き行動データベースの開発や、その基本技術となる

大規模 RGBD ネットワークシステムを用いて各種画

像データをタイムスタンプ付きデータとして整合させ

記録する技術、顔識別機能付き個人補足技術やプライ

バシー確保技術の開発を進めた。生活理解技術に関し

ては、画像からどこに何が映っているかを認識する一

般物体認識する技術を深層学習を応用し開発した。複

数の生活データベースを用いてデータ駆動型でペルソ

ナを作成する技術や、前年度まで開発した KPI 付きテ

キストデータの分析技術を傷害ビッグデータに適用し

検証した。生活空間を扱うロボット技術に関しては、

深層学習を用いた新たなナビゲーションアルゴリズム

を開発した。 

研究テーマ：テーマ題目1、2 

オーミクス情報研究チーム 

（Computational Omics Research Team） 

研究チーム長：光山 統泰 

（臨海副都心センター） 

概 要：  

 近年、ライフサイエンス分野では、測定技術の進歩

によって、大量のデータが産生されるようになった。

疾病の予防や、再生医療、新薬開発といった健康と医

療の諸問題を解決するためには、このようなライフサ

イエンスのビッグデータを活用することが不可欠であ

る。ライフサイエンスのビッグデータのなかでも、細

胞内の分子の様子を観測したデータ、すなわちゲノム

データ、遺伝子発現データ、エピゲノムデータなど、

多種のデータがある。これらの総称をオーミクス情報

という。がん抑制や治療をはじめ様々な疾病を緩和さ

せたり治療したりするための方法を考えるには、オー

ミクス情報を解読する必要があるが、人間が直接見て

も理解は難しいため、オーミクス情報から有用な知識

を抽出する技術が必要である。我々は、人工知能技術

を生かして、オーミクス情報を解読する技術を開発し

ている。 

研究テーマ：テーマ題目2 

 

インテリジェントバイオインフォマティクス研究チーム

（Intelligent Bioinformatics Research Team） 

研究チーム長：富井 健太郎 

（臨海副都心センター） 

概 要：  

 ゲノム情報をはじめとする多様かつ膨大な生命情報

に関するデータから生命科学に資する知識発見を行う

ためのバイオインフォマティクス技術の開発及びそれ

らを用いた応用研究を行う。生体分子の有する生物機

能活用に向け、膨大な科学技術論文からの知識の再構

築を目指し、酵素の機能分類に必要となる文献情報解

析技術やデータベースなどの開発を進める。また生体

分子の配列・構造データを利用した疾患関連遺伝子の

推定や創薬支援などへの応用に向け、バイオインフォ

マティクス技術や機械学習等に基づくゲノム関連デー

タの情報解析技術及びデータベース等の技術開発を推

進するとともに、開発技術を利用した生体分子の機

能・構造解析などを行い、創薬などへの応用を目指す。  

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目3 

 

研究チーム長：金 京淑 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 IoT（Internet of Things）、ビッグデータ、人工知

能（AI）などの情報技術の革新により、様々な社会問

題を解決し、より豊かにかつ効率的な日常生活と安

全・安心で持続可能な社会を実現するためには、実世
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界のモノ・ヒト・コトから多種多様なビッグデータを

サイバー空間でリアルタイムに収集・解析し、私たち

の生活の中で必要な情報を身近に提供することが不可

欠である。本チームでは、様々な IoT 生成データを効

率的に収集・格納し、利活用促進をはかるためのデー

タガバナンス基盤技術を研究開発している。具体的に

は（a）多種多様大量のデータを対象としたスケーラ

ブルなデータ処理を可能にする分散データ基盤技術、

（b）オープンデータ等の高度利活用を可能にする AI

強化形データ前処理・検索・融合技術、（c）高頻度な

時空間データと高精度３次元空間データを効率的に扱

う時空間データ管理技術、などの開発を進めている。 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目3 

 

NEC-産総研人工知能連携研究室 

（NEC-AIST AI Cooperative Research Laboratory） 

連携研究室長：鷲尾 隆 

（臨海副都心センター） 

概 要：  

 シミュレーション技術と AI 技術を融合し、特殊・

極限・不測事象を知る技術、過去のデータを超える高

度意思決定技術、多数 AI システム間挙動調整技術に

ついて、出口を見据えた基礎原理研究から産業応用研

究開発に至るまでを取り組む。（プロジェクト1：機械

学習とシミュレーションの融合、プロジェクト2：自

動推論とシミュレーションの融合、プロジェクト3：

自律型人工知能間の挙動調整） 

研究テーマ：テーマ題目2 

--------------------------------------------------------------------------- 

［テーマ題目1］人間と相互理解できる次世代人工知能技

術の研究開発 

［研究代表者］辻井 潤一（人工知能研究センター） 

［研究担当者］辻井 潤一他（常勤職員53名、他63名） 

［研 究 内 容］ 

 人間と人工知能が協働して重要な社会的課題を解決す

る世界の実現を目指して、人間と相互理解可能な次世代

人工知能技術の研究開発を進めている。大学、公的機関、

産業界から人材、技術、データを集結させ、①大規模目

的基礎・先端技術研究開発、②次世代人工知能フレーム

ワーク研究・先進中核モジュール研究開発、③次世代人

工知能共通基盤技術研究開発、という3つの研究開発項

目を一体的に実施した。特に、3年目である平成29年度

には、平成28年度のステージゲート通過を経て、プロジ

ェクトの出口分野を生活現象モデリング、地理空間情報

処理、ロボット作業、科学技術研究加速の4つに集約し

て、より目的志向型の研究開発を進めた。主な実施内容

は以下の通り（再委託先での実施内容を含む）。次世代脳

型人工知能の研究開発：既存の深層ニューラルネット

（Alexnet）の全結合層（fc6層）における情報表現がサ

ルの高次視覚野の情報表現と類似していること、サルの

脳に見られる時間的なコーディングが Alexnet には欠け

ていることを明らかにした。スパイキングニューロンモ

デルを用いた500万ニューロン、100億シナプスの全脳モ

デルを構築し、自発発火活動の再現を試みた。サルの視

覚野単純方細胞の時空間 STA と複雑型細胞の STC の推

定手法を開発した。小脳を超並列強化学習器としてモデ

ル化し GPU 上の実装を進めた。海馬・扁桃体・前頭前

野の各機能部位について、パルスタイミングで情報表現

する時間領域集積回路方式での実装を想定したモデル化

を進めた。カリキュラム学習による学習効率向上を目指

した能動学習技術の研究を進めた。データ・知識融合型

人工知能の研究開発：絵画や写真の構造の解析、セマン

ティックパージングを用いた自然言語によるデータベー

ス問い合わせ、経済時系列データの説明文生成を進めた。

テキストの分散表象を用いることで知識グラフに必要な

エンティティの関係を精度高く抽出する手法、知識グラ

フの誤りを自動的に修正する手法、欠けた知識を自動的

に検出する手法の開発を行い、テキストから従来よりも

精度の高い知識を生成すること可能にした。機械学習・

確率モデリングの高度化：これまでに開発した。学習用

データ拡張手法やデータ圧縮手法を脳波データ等の実応

用データで評価した。高速な時系列データマイニング手

法である Matrix Profile を用いた、新たな時系列デー

タの分解手法について検討を開始した。確率プログラミ

ング言語 PRISM にランク学習を導入し、学習制御法を

改良した。分子式などのグラフ構造データから適切な特

徴ベクトルを抽出する手法を提案した。これまでに開発

した深層生成モデル（マルチモーダル VAE）と深層強化

学習の融合手法を提案した。深層ニューラルネットの超

パラメータ探索手法を実装し評価した。エッジデバイス

での推論用に3値化 DNN の学習方法を提案して有効性

を示した。次世代人工知能フレームワーク研究：産総研

AI クラウド（AAIC）をターゲットとして、人工知能モ

ジュール・アプリリポジトリの公開及び拡充（10件）、

モジュール IF の改良、GPU 配置等を考慮したリソース

スケジューリング・配備・実行機構のプロトタイプ開発、

深層学習エンジン等の高速実行環境開発、データプラッ

トフォーム改良、人工知能応用に用いられるデータの整

備（10件）を行った。AAIC の利用者数200名以上、外

部機関利用10以上を達成した。人間とロボットのインタ

ラクションデータ収集用のクラウド VR 環境を活用し、

ロボット競技会でのインタラクションデータや料理動作

データを収集した。学術・産業技術俯瞰システムを

Pubmed や Scopus などの文献データセットに適用し、

引用文献ネットワークの分散表現を用いた学術領域のト

レンド把握と萌芽予測を高精度に行う手法の有効性を示

した。先進中核モジュール研究開発：これまでに構築し

たリビングラボ環境を活用し、複数の人が存在する環境

下で、個人を同定し個人ごとの行動情報を取得するため

のノンウェアラブル生活センシング技術を開発した。ク
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ラウド型日用品データベースを拡充し、これと連動した

生活支援ロボットによる実証実験を開始した。動画

79,822本、日本語キャプション399,233件（各動画に対

して平均5個のキャプション）で構成される大規模動画

日本語キャプションデータセットを構築した。これまで

に開発した人流計測システムを使いやすく拡張し、関門

海峡花火大会や新国立劇場での避難体験オペラコンサー

トで人の流れを計測して有効性を評価した。これまでに

構築した人の物体操作や組立作業の計測法とそれを利用

した行動計画法を用いて形状の大きく異なる10種類の

ペットモデルで人の注ぐ動作を学習し、ロボットで95 %

以上の成功率で実行できることを確認した。布製品を三

次元距離画像センサで観測し、適切な把持点と操作軌道

を生成することを可能にした。生活現象モデリングタス

ク：3箇所以上の実証フィールド（お台場、千葉稲毛、

三重、石川七尾、昭島、佐賀等）における実証と、新た

なユースケースの検討（観光タスク、食品の需要予測タ

スク）を実施した。また、実証フィールドの一つである

幼稚園に構築した子供の行動観測システムを用いてデー

タを収集し、子どもの関心と物理的な状態とについての

アノーテーションと分析を実施した。地理空間情報プラ

ットフォーム構築と空間移動のスマート化：お台場地区

のマルチスケールなデータ収集を試験的に実施した。衛

星画像や航空機画像上での地物認識や変化認識を行うた

めの大規模データセット MUSIC4P3および ABCD を公

開した。オントロジーに基づく論理知識型 AI とデータ

駆動型の自動運転システムを融合させ、試験車両での実

証実験を行える状態にした。AI を基盤としたロボット作

業：画像上での把持可能性を評価する Graspability 評価

指標を拡張し、利用するハンド種類（挟持／吸着）を自

律的に選択するアルゴリズムを開発した。模倣学習シス

テムに必須となる学習データ収集システムの構築と双腕

協調作業に必要となる神経回路モデルの基礎特性に関す

る研究を実施した。動作模倣学習手法を複数のタスクに

適用し、機能拡張の可能性を評価した。科学技術研究加

速のためのテキスト情報統合：重複したエンティティを

エンティティの階層として表現する深層学習手法を提案

し、抽出を行う手法を実現した。既存のコーパスでの評

価を行い、従来法と較べて5 %程度の精度向上を実現し

た。人材育成項目：NEDO/AIRC=東京大学 人工知能

先端技術人材育成講座として Deep Learning 基礎講座、

実践講座を実施した（合計の受講者数 139名）。

NEDO/AIRC=東京大学 人工知能基礎技術人材（デー

タサイエンティスト）育成講座のコンテンツを改良し、

オンライン講座を実施した（修了者数70名、修了率

63.6 %）。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］人工知能 

 

［テーマ題目2］NEC-産総研 人工知能連携研究室 

［研究代表者］辻井 潤一（人工知能研究センター） 

［研究担当者］辻井 潤一、鷲尾 隆、野田 五十樹、

本村 陽一、中田 亨、森永 聡、 

鶴岡 慶雅、中台 慎二、木佐森 慶一、

大西 貴士、Alvarez Ayerza Nahum、

Ba Seydou、Mohammad Yasser、 

江原 遥、伊藤 孝行、梶原 隆文、 

亀田 義男、吉田 孝志、窪澤 駿平、 

五福 明夫、山崎 啓介、山本 風人、 

小森 雄斗、森 達哉、西岡 到、 

川田 拓也、曽 弘博、猪爪 宏彰、 

田中 友紀子、藤田 桂英、平岡 拓也、

Klein Mark、大嶋 真理絵 

（常勤職員10名、他24名） 

［研 究 内 容］ 

 社会システムがますます複雑化する中で、個別の技術

では満たせない高度なニーズが増大している。当連携研

究室では、増大するニーズに応えるためにシミュレーシ

ョン技術と AI 技術を融合し、特殊・極限・不測事象を

知る技術、過去のデータを超える高度意思決定技術、多

数 AI システム間挙動調整技術について、出口を見据え

た基礎原理研究から産業応用研究開発に至るまで取り組

む。第一に、データマイニングやシミュレーション技術

などの人工知能技術を融合することにより、複雑・大規

模な社会システムの理解と設計支援を可能にする技術を

確立することを目指す。社会の中で頻発する現象やその

構造を捉えるビッグデータに加え、災害・イベント等稀

にしか起きない事象や未知の状況をマルチエージェント

社会シミュレーションなどで補い、異種混合学習などの

マイニング技術で分析することで、複雑な社会現象の理

解や新しい施策の効果検証を工学的にすすめる手法を開

発した。代表的な成果として、稀にしか生起しない望遠

鏡の迷光現象を解析する研究に取り組み、光路のシミュ

レーションによってデータを生成することで、迷光の原

因を推測する技術をプレスリリースした。第二に、シミ

ュレーションと自動推論技術を統合し、プラントや IT

システムなど、複雑で動的なシステムのオペレーション

を支援する技術を開発した。シミュレータを利用したプ

ランニングと推論により、問題の原因分析や対処方針の

作成を行い、人間が理解・実行できる形で解決策を研究

し、システムの開発を進めている。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］人工知能 
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４）材料・化学領域 
(Department of Materials and Chemistry) 

 

領域長：村山 宣光 

 

概 要： 

 領域長は、理事長の命を受けて、材料・化学領域に

おける研究の推進に係る業務の統括管理を行っている。

研究領域間の融合を推進し、業務を実施している。 

--------------------------------------------------------------------------- 

① 材料・化学領域研究戦略部 
（ Research Promotion Division of Materials and 

Chemistry） 

 

研究戦略部長：濱川 聡  

研究企画室長：遠藤 明 

 

所在地：つくば中央第1 

人 員：15名（15名） 

概 要： 

 材料・化学領域における研究方針、研究戦略、予算

編成及び資産運営に係る基本方針の企画及び立案並び

に総合調整に関する業務、研究領域間の連携の推進、

プロジェクトの企画及び立案並びに総合調整に関する

業務、経済産業省その他関係団体等との調整に関する

業務、領域長が行う業務の支援に関する業務等を研究

企画室と協力して行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

材料・化学領域研究戦略部研究企画室 

（ Research Planning Office of Materials and 

Chemistry） 

 

概 要： 

 材料・化学領域における研究方針、研究戦略、予算

編成及び資産運営に係る基本方針の企画及び立案並び

に総合調整に関する業務、研究領域間の連携の推進、

プロジェクトの企画及び立案並びに総合調整に関する

業務、経済産業省その他関係団体等との調整に関する

業務、領域長が行う業務の支援に関する業務等を研究

戦略部と協力して行っている。 

・材料・化学領域ビジョンと予算案の策定 

・国プロの立案に向けた総合調整 

・領域推進プロジェクト、萌芽的研究推進、産総研フェ

ローシップ等の選定・調整 

・領域運営や橋渡し状況の PDCA 管理 

・企業等との外部連携の推進 

・ナノセルロースフォーラム事務局の運営 

・nano tech 2018への出展の取り纏め 

・化学フェスタ等の出展補助 

・技術研究組合との各種調整 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2018/3/31現在） 

 

［材料・化学領域研究戦略部研究企画室］ 

研究企画室長  遠藤 明 

--------------------------------------------------------------------------- 

オープンイノベーションラボラトリ 

 産総研・東大 先端オペランド計測技術オープンイノ

ベーションラボラトリ 

（ Advanced Operando-Measurement Technology 

Open Innovation Laboratory） 

概 要： 

 産総研と東大の連携研究拠点として、平成28年6月

1日に東大柏キャンパスに設置した。相互のシーズ技

術や研究人材を融合し、素材やデバイス開発分野での

新産業創出を目的とした研究開発を連携して行い、技

術の実用化と社会実装を目指す。さらに、RA（リサ

ーチアシスタント）制度を活用した研究人材育成、産

学官ネットワークの構築による「橋渡し」につながる

目的基礎研究の強化や、先端オペランド計測技術を活

用した新素材、革新デバイス等の産業化・実用化のた

めの研究開発を推進する。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2018/3/31現在） 

 

［産総研・東大 先端オペランド計測技術オープンイノ

ベーションラボラトリ］ 

ラボ長 雨宮 慶幸（東大特任教授） 

副ラボ長 石井 順太郎（産総研） 

--------------------------------------------------------------------------- 

オープンイノベーションラボラトリ 

 産総研・東北大 数理先端材料モデリングオープンイ

ノベーションラボラトリ 

（ Mathematics for Advanced Materials Open 

Innovation Laboratory） 

概 要： 

 産総研と東北大の連携研究拠点として、平成28年6

月30日に東北大片平キャンパスに設置した。相互の

シーズ技術を合わせ、材料の構造・機能・プロセスの

相関原理の明確化を目指した研究開発を連携して実施

する。それにより、機能性材料開発のスピードアップ

につながる産業化・実用化のための研究開発を進めて

いく。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2018/3/31現在） 

 

［産総研・東北大 数理先端材料モデリングオープンイ

ノベーションラボラトリ］ 

ラボ長 中西 毅（産総研） 

--------------------------------------------------------------------------- 
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連携研究ラボ 

 日本ゼオン－産総研 カーボンナノチューブ実用化連

携研究ラボ 

（Zeon-AIST Nanotube Industrialization Cooperative 

Research Laboratory） 

概 要： 

 平成28年7月1日に日本ゼオン株式会社（以下 日本

ゼオン）と共同で設立した。本連携研究ラボでは、組

織間の垣根を取り払い、産総研が開発したカーボンナ

ノチューブ（CNT）の合成法「スーパーグロース法

（SG 法）」の実証プラント等の基盤研究設備と研究

員を活用して、SG 法をベースとした高効率合成法、

ならびに次世代合成法による CNT の量産化に係る研

究開発を推進し、CNT の各種工業材料としての展開

を見据えた、より一層のコストダウンおよび生産量向

上を目指す。これにより、産総研が推進する評価技

術・リスク評価・新規用途開発等の広く CNT 産業の

振興に努める研究の促進も期待される。これらを通し

て、世界一の CNT 産業の構築を目指す。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2018/3/31現在） 

 

［日本ゼオン－産総研 カーボンナノチューブ実用化連

携研究ラボ］ 

ラボ長 上島 貢（日本ゼオン） 

--------------------------------------------------------------------------- 

連携研究ラボ 

日本特殊陶業-産総研 ヘルスケア・マテリアル連携研究

ラボ 

（NGK SPARK PLUG – AIST Healthcare・Materials 

Cooperative Research Laboratory） 

概 要： 

 平成29年4月1日に日本特殊陶業株式会社（以下 日

本特殊陶業）と共同で設立した。本連携研究ラボでは、

ニューセラミックスを素材とした製品開発に強みを持

ち、医療分野を新規事業の重点領域としている日本特

殊陶業と、医療材料や先進セラミックスの合成・デバ

イス化・評価に対して高い技術ポテンシャルを持つ産

総研が連携し、革新的なヘルスケア製品の実現を目指

す。また、創薬、健康評価、健康維持などの医療／ヘ

ルスケア分野においてトップレベルの技術蓄積を持つ、

産総研の生命工学研究との連携促進等、オール産総研

を視野に入れた研究分野横断型の連携研究ラボを目指

す。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2018/3/31現在） 

 

［日本特殊陶業-産総研 ヘルスケア・マテリアル連携研

究ラボ］ 

ラボ長 加藤 且也（産総研） 

--------------------------------------------------------------------------- 

連携研究ラボ 

矢崎総業－産総研 次世代つなぐ技術 連携研究ラボ 

（YAZAKI-AIST Next-generation Connecting 

 Technology Cooperative Research Laboratory） 

概 要： 

 平成29年10月26日に矢崎総業株式会社（以下、矢

崎総業）と共同で設立した。本連携研究ラボでは、自

動車部品事業を重点領域とし、自動車用ワイヤーハー

ネスの世界トップクラスのサプライヤーとして接続技

術をコアとした製品開発に豊富な実績がある矢崎総業

と、新規ナノ材料の合成・デバイス化・評価・理論解

析に関して技術蓄積がある産総研が連携し、新規ナノ

材料を活用し、未来のクルマに対応可能な高性能かつ

高信頼な「つなぐ」技術の研究開発を推進する。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2018/3/31現在） 

 

［矢崎総業－産総研 次世代つなぐ技術 連携研究ラボ］ 

ラボ長 清水 哲夫（産総研） 

副ラボ長 白須 賢治（矢崎総業） 

--------------------------------------------------------------------------- 

 

②【機能化学研究部門】 
（Research Institute for Sustainable Chemistry） 

（存続期間：2015.4.1～） 

 

研究部門長：北本 大 

副研究部門長：榊 啓二、吉田 勝 

首席研究員：新納 弘之 

総括研究主幹：須田 洋幸 

 

所在地：つくば中央第5、中国センター 

人 員：58名（58名） 

経 費：582,796千円（380,644千円） 

 

概 要：  

1．ミッション 

 近年、地球温暖化防止等の視点から、石油からバ

イオマス等の再生可能資源への原材料転換に関わる

技術の確立が急務の課題となっている。当研究部門

では、再生可能資源等から、高効率かつ低環境負荷

な反応・プロセスで、各種の基幹・機能性化学品を

製造し、高度利用するための基盤技術開発を目指す。

化学品の製造面からは、バイオマス処理技術、微生

物や酵素等を用いた変換技術、有機合成を基軸とす

る材料創製技術などに取り組む。また、化学品の高

度利用面からは、分子や界面の精密制御、素材の形

成・加工・機能化、光化学反応、材料特性評価・標

準化などに関わる研究開発を進める。 
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 環境と経済の両立を指向するグリーン・サステイ

ナブルケミストリーの理念のもと、当部門が母体で

ある触媒化学融合研究センターと連携を図りながら、

これらの技術開発を一体的に押し進め、化学品の多

様な産業分野への展開や、機能性化学品産業の国際

競争力強化に貢献する。 

2．研究開発の方針 

 当部門は、第4期中期計画が筆頭に掲げる「橋渡

し」機能の強化を念頭に、化学・バイオ系分野の研

究者の集団力をベースに、下記の4つの戦略課題に

取り組む。 

1）再生可能資源を利用する反応・プロセス技術 

2）化学材料の創製・高機能化技術 

3）光化学利用技術 

4）先端化学材料の評価技術 

  課題1）では、バイオマス等から高効率かつ環境

低負荷で、基幹・機能性化学品を製造し、高度利用

するための基盤技術を開発する。課題2）では、日

用品、機械および電子デバイス、分析機器等の高度

化や省資源化に向けて、動的・感覚・診断知能を有

する新材料・システム、及びスマート接着剤等に関

わる基盤技術を開発する。課題3）では、新しい光

源（LED、ファイバーレーザーなど）を活用して、

局所的に機能を付与できる材料プロセスを開発する。

加えて、光機能材料を的確に改良し、フレキシブル

透明電極、反射防止フィルムや、CIGS 薄膜太陽電

池部材等への展開を進める。課題4）では、機能性

化学品の高付加価値化に向け、特に有機・高分子材

料や複合材料に関して、「耐久性・劣化評価」、「界

面・高次構造評価」を可能とする独自技術を構築す

る。これらの課題推進にあたっては、技術の出口を、

より一般消費者に近い位置（健康増進新素材：スポ

ーツ・ヘルスケア・農業系素材など）にフォーカス

し、連携すべき事業・企業の幅を広げていくことを

目指す。また、バイオマス資源からの機能性化学品

製造を第一の目標としていることから、原料供給や

製造拠点、製品市場に密接に関わるアジア地域との

連携開拓も視野に入れる。 

  産総研は産業技術の向上を担う公的研究機関であ

ることを踏まえ、自ら革新的なシーズ技術の創出に

努めると共に、大学や企業等との連携のもと、社会

に点在する優れたシーズ技術を汲み上げ、着実に実

用化フェーズへと「見える化」することにも注力す

る。特に、競争力のある新技術の創出には、部門員

の強みを生かした持続的なコア技術の醸成・深化が

不可欠であり、そのための研究環境整備や、リソー

ス配分を優先的に実施する。当部門がつくばと中国

センターに跨がることから、地域センター間での技

術融合にも積極的に取り組み、多様な視点から地域

創成へも貢献する。 

知財は、「技術移転の必需品、かつ事業を守り育

てる手段」との認識を持ち、成果の特許出願等にお

いては、開発技術の立ち位置、連携すべき企業、想

定される事業内容、最終的な市場や顧客等を、多角

的な視点から精査する。「広く強い」知財に向けて、

ポートフォリオ分析に従い、質と量の拡充を目指す。

特許出願後は、可能な限り公開までの間に、的確な

スケジューリングで成果発信（学会・論文・プレス

発表、展示会等）を行い、技術マーケティングと相

補して、最適な連携企業の選定、資金提供型共同研

究に繋げる。 

3．運営方針と体制 

本部門は、グループ長を一次管理者、部門長を二

次管理者とする二階層による部門運営を基本とする。

部門長は、ライン上にあるグループ長の一次判断を

尊重しつつ、部門スタッフ（副部門長・首席研究

員・総括研究主幹・ユニット支援）や、研究業務推

進部等の意見を参考に、運営の最終決定を行う。部

門スタッフは、部門長とグループ長のラインとは別

に位置づけ、部門運営全般に関して部門長を補佐し

つつ、必要に応じて各グループの研究活動を先導・

支援する。当部門の研究のキーワードである「グリ

ーン・サステイナブルケミストリーの推進」には、

化学、バイオに加え、多様な技術の集積・融合が不

可欠である。個人、あるいはグループの「独創力」

をベースとして、領域内外のユニットは勿論、所外

組織との実効的な連携を強く奨励し、集団力を生か

した研究展開を図る。 

産総研の社会的立場・責務を常に認識し、「分か

りやすく、明快に」を念頭に、広く産業界や一般社

会に対する、積極的なアウトリーチ活動にも力点を

置く。 

--------------------------------------------------------------------------- 

外部資金： 

 

国立研究開発法人農業環境技術研究所 農林水産業・食

品産業科学技術研究推進事業委託事業 畑作の省力化に

資する生分解性マルチフィルム分解酵素の製造技術と利

用技術の高度化 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

非可食性植物由来化学品製造プロセス技術開発 木質系

バイオマスから化学品までの一貫製造プロセスの開発 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 ImPACT リチウ

ムイオン電池向けレーザクリーニング（テーブルトップ

レーザによる一括ビーム照射） 

 

独立行政法人環境再生保全機構 環境研究総合推進費 

ナノセルロース系廃材を利用したリサイクル樹脂の改質 
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国立研究開発法人科学技術振興機構 ALCA バイオマ

スプラスチックを使いこなすための高機能バイオ界面活

性剤の開発 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 国際科学技術共同

研究推進事業 生物多様性保全のためのパーム油産業に

よるグリーン経済の推進プロジェクト 

 

文部科学省 科学研究費補助金 サブ10フェムト秒位

相制御光による非熱的原子レベルレーザーカーヴィング

技術の開発 

 

文部科学省 科学研究費補助金 高分子のガラス転移温

度を光により巨大変化させることが可能な分子システム

の構築 

 

文部科学省 科学研究費補助金 生体材料インターフェ

イスにおける末梢概日リズムの可逆性分子機構の解明 

 

文部科学省 科学研究費補助金 質量分析法及び関連技

術を用いた機能性ポリマー材料の劣化解析 

 

文部科学省 科学研究費補助金 光によるナノ炭素材料

の界面物性制御技術の高度化 

 

文部科学省 科学研究費補助金 多官能アントラセン誘

導体の合成と可逆相構造制御 

 

文部科学省 科学研究費補助金 安全でしなやかな酵素

燃料電池実現のための酵素‐電極界面材料開発 

 

文部科学省 科学研究費補助金 並行複発酵に最適なキ

シロース発酵性酵母創製に向けた基盤研究 

 

文部科学省 科学研究費補助金 動きを生み出す分子集

合体：静電気応答性の解明と応用 

 

文部科学省 科学研究費補助金 並行複発酵に最適なキ

シロース発酵性酵母創製に向けた基盤研究 

 

文部科学省 科学研究費補助金 レーザー合成技術を駆

使した鋳型フリーの自励振動マイクロゲルアクチュエー

タの開発 

 

文部科学省 科学研究費補助金 自己集積性の低分子有

機物を吸着剤として使用する含油排水処理技術の開発 

 

文部科学省 科学研究費補助金 超弾性レジリンモデル

ハイブリッドポリペプチドの創製 

 

文部科学省 科学研究費補助金 固液界面レーザー誘起

反応を利用した透明樹脂上への微細周期構造付加技術の

開発 

 

文部科学省 科学研究費補助金 オールナノカーボン電

極による透過型有機太陽電池の研究 

 

文部科学省 科学研究費補助金 非可食バイオマスの直

接発酵を可能とする宿主微生物の開発 

 

文部科学省 科学研究費補助金 末端官能基化ポリカチ

オンの微生物合成とこれを用いた既存材料のポリカチオ

ン化 

 

文部科学省 科学研究費補助金 可変シワ構造による表

面摩擦機能の拡張 

 

文部科学省 科学研究費補助金（分担） ゲルポンプ内

蔵マイクロチップ分析システムの創生 

 

文部科学省 科学研究費補助金（分担） ホモ・ヘテ

ロ・ナノギャップ構造を持つ周期ナノドット転写法の開

発 

 

文部科学省 科学研究費補助金（分担） 2次元無機有

機ペロブスカイト材料によるハイブリッド特有の光学応

答 

 

公益財団法人新産業創造研究機構 サポイン セルロー

スナノファイバーとゴム材料との複合化技術を活用した

環境配慮型超軽量・高機能シューズの開発 

 

公益財団法人ひろしま産業振興機構 サポイン 平成

29年戦略的基盤技術高度化支援事業 航空機用繊維強

化樹脂材料の高効率曲面仕上げを可能とするフレキシブ

ルメタルシートの実用化開発 

 

高圧ガス保安協会 平成29年度高圧ガス保安対策事業

（高圧ガス保安技術基準作成・運用検討） 高圧ガスの

燃焼性試験方法に関する試験 

 

発 表：誌上発表115件、口頭発表247件、その他30件 

--------------------------------------------------------------------------- 

バイオベース材料化学グループ 

（Bio-based Materials Chemistry Group） 

研究グループ長：木原 秀元 

（中国） 

概 要： 

 当グループでは、バイオマスを原料とした、生物的

もしくは化学的な変換を利用する機能性化学品製造に
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おいて、その反応効率や生成物収率に大きく影響する、

木質の主要3成分（セルロース、ヘミセルロース、リ

グニン）の高効率分離技術について、高温高圧下での

水熱反応を中心に、様々な研究開発を行っている。さ

らに、特に分離したリグニン成分に着目し、これを原

料とした機能化学品への変換技術の研究も行っている。

加えて、天然由来の素材や材料の機能に着目し、その

機能性発現の機構を科学的に解き明かすと共に、有機

合成の手法により、機能性高分子の調製に反映させる

ことで、これまでにない高機能性・多機能性新材料の

創製にも取り組んでいる。 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目2 

 

バイオ変換グループ 

（Bioconversion group） 

研究グループ長：松鹿 昭則 

（中国） 

概 要： 

 キシロオリゴ糖は、非可食バイオマスから生産され

る、プレバイオティクス効果が高いオリゴ糖の一つで

ある。昨年度までに開発した耐熱性オリゴ糖蓄積型酵

素の生産性向上を図るために、糸状菌タラロマイセ

ス・セルロリティカスを用いて、目的遺伝子への糖鎖

付加アミノ酸の導入、ならびに、イントロン配列を付

加させた変異株を作製した。その結果、酵素生産量を

約2.5倍向上させることに成功した。今後は、変異株

の大量培養条件を最適化することにより、更なる酵素

生産性の向上が期待できる。 

 D-アミノ酸は、製薬や抗生剤などの医薬品や化粧

品や機能性食品などのヘルスケア製品などの生産にお

いて、その需要が近年急激に高まっている。そこで、

D-アミノ酸の新規酵素合成法を開発するため、D-ア

ミノ酸脱水素酵素の素となる meso-ジアミノピメリン

酸脱水素酵素を新たに分離し、酵素化学的性質を詳細

に解析した。その結果、新規分離酵素は、既知の酵素

に比べて10倍程度高い活性を有することを明らかに

した。今後は、新規分離酵素に対してタンパク質工学

的な変異を導入することで、より活性の高い D-アミ

ノ酸脱水素酵素の作製が期待できる。 

研究テーマ：テーマ題目1 

 

バイオケミカルグループ 

（Biochemical Group） 

研究グループ長：森田 友岳 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 当グループでは、バイオマス等の未利用資源の積極

的な活用を目的として、各種の生物・化学プロセスを

活用した高付加価値製品の生産技術に取り組むととも

に、革新的な産業技術の創出を目指した機能性化学品

の利用技術の開発を行っている。具体的には、環境適

合性と機能性を併せ持つ機能性バイオ化学品であるバ

イオ界面活性剤の各種産業分野への応用拡大を目指し、

酵素や微生物を利用した製造技術の高度化や用途開拓

等を進めている。特に、次世代シーケンサーで取得し

た微生物ゲノム情報等を活用して、遺伝子組換え技術

によるバイオ界面活性剤の構造制御および生産効率の

向上を目指し、また、素材としての基礎物性情報等を

蓄積することで、各種産業からの要求に適合した製造

および利用技術の開発を進めている。 

研究テーマ：テーマ題目1 

 

高分子化学グループ 

（Polymer Chemistry Group） 

研究グループ長：佐藤 浩昭 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 当グループは、持続可能な社会の構築を目指し、機

能性高分子材料の種々の評価手法の開発を行う。高分

子材料評価は物理的な手法による解析に留まる場合が

多い現状に対し、当グループでは高分子材料の機能や

信頼性を化学構造に基づいて評価する技術の開発を進

める。具体的には、（1）質量分析法、クロマトグラ

フィー、分光分析法、陽電子消滅法など各種機器分析

手法を用いた高分子の分子構造やナノ構造などを解析

する手法を開発する。（2）化学構造情報に基づく解

析結果と機能物性との相関を明らかにし、高分子複合

材料の性能や耐久性の評価技術を開発する。（3）環

境適合性に優れた高分子材料の評価手法を開発すると

ともに高分子評価法の国際標準規格化の業務を遂行す

る。 

研究テーマ：テーマ題目4 

 

光材料化学グループ 

（Photo-Induced Materials Chemistry Group） 

研究グループ長：佐藤 正健 

（つくば中央第5） 

概 要： 

当グループでは、光反応を基軸として、機能性化学

品や化学部材製造の高付加価値化・高効率化・省工程

化に貢献する材料機能化技術および材料評価技術を開

発することを目的としている。各種レーザー光源の利

用をはじめとし、光の波長や強度に基づいて示される

反応の選択性や、超短パルス化や任意形状高速操作な

どの優れた時間・空間制御性、高感度検出性など、光

反応の特異性を最大限に活用することにより、素材の

形成・加工・機能付与技術、光化学反応利用技術、材

料特性評価技術に関する研究開発を進めている。特に、

異種材構造接着において必要とされる非接触で実施可

能な高速、高感度な被着体表面検査技術の開発、およ
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び、超短パルスレーザー光による太陽電池の高速高品

位スクライブ加工技術の開発に取り組んでいる。 

研究テーマ：テーマ題目3 

 

スマート材料グループ 

（Smart Materials Group） 

研究グループ長：松澤 洋子 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 当グループでは、有機分子の相変化や分子間相互作

用に関わる材料技術をベースに、高度な機能を発現す

る化学品「スマート材料」の開発を目指している。併

せて、その材料開発に必要な新しい分子組織体や分子

複合体の探索と、それらと光、熱、溶媒等の外部環境

に係る相互作用について基礎的研究を行っているが、

特に利便性、環境調和性の高い「光」の利用に注力し

ている。具体的には、可逆接着剤や自己修復塗料など

に応用可能な、刺激により可逆的に相変化する有機材

料の開発、およびカーボンナノチューブやグラフェン

等の炭素材料の分散性を制御できる分散剤の開発、な

らびに炭素材料の薄膜化・パターン化技術の開発を目

指す。グループの研究スタンスの特徴は、各種の機能

性有機化合物の設計・合成から、基礎物性測定、組織

体構築、機能評価までを一貫して行うことである。 

研究テーマ：テーマ題目2、テーマ題目3 

 

セルロース材料グループ 

（Cellulose Materials Group） 

研究グループ長：遠藤 貴士 

（中国） 

概 要：  

当研究グループが開発した、水熱・メカノケミカル

処理技術を基盤としたリグノセルロースナノファイバ

ー・バイオマスフィラー製造技術、特性評価技術およ

び樹脂複合化技術に関する研究開発を行った。 

 リグノセルロースナノファイバー・バイオマスフィ

ラー製造技術開発では、蓄積したナノ解繊技術および

特性評価技術を基盤として、樹種や産地、部位がナノ

解繊効率へ与える影響について評価を実施した。また、

各種条件により製造したリグノセルロースナノファイ

バーの特性と樹脂やゴムの補強効果との関係性評価を

実施し、部分的ナノ解繊物においても、複合材料の強

度物性が向上できることを明らかにした。さらに、セ

ルロース系複合材料において、セルロースと樹脂との

界面における添加剤の効果について、精密分子構造解

析を行い、エステル結合が形成されていることを明ら

かにした。ナノファイバー系複合材料のリサイクル技

術開発では、ナノファイバーをリサイクル樹脂の結晶

核剤として活用するため、過酸化物を用いたベース樹

脂の低分子化条件を構築した。 

研究テーマ：テーマ題目1 

知能材料グループ 

研究グループ長：原 雄介 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 当グループでは、日々の生活を豊かにする知能材料

の開発を目指して、3つのカテゴリー（【動的知能】・

【感覚知能】・【診断知能】）に関連する素材や分析技

術、即時分析装置の開発等を目指している。【動的知

能】のカテゴリーにおいては、生物模倣型アクチュエ

ータや電場応答型ソフトアクチュエータ、有機デバイ

スなどの研究開発を通して、日々の生活やスポーツを

アシストする素材やシステムの開発を目指している。

【感覚知能】のカテゴリーおいては、日々の生活を快

適にする機能性ゲルの開発や、体の動きを感知・計測

するウェアラブルセンサー等の開発を目指している。

またそれらの研究開発を支援する X 線構造解析技術

や、有機デバイスのインピーダンス分光技術の向上を

目指している。また、【診断知能】のカテゴリーにお

いては、人の健康に関わる口腔、肌、美容、食品の診

断・分析を支援する素材や即時分析装置等の研究開発

を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目2 

 

化学材料評価グループ 

（Chemical Materials Evaluation Group） 

研究グループ長：水門 潤治 

（つくば中央第5） 

概 要： 

新素材の実用化には、機能に加えて信頼性の向上が

必要不可欠であり、機能と信頼性を両立する材料の開

発が求められている。当グループでは、化学材料の信

頼性を正しく評価し、更にその向上に資する評価技術

の構築を目的とする。具体的には、①化学材料の劣化

構造や劣化メカニズムを解析する技術、②熱や光など

の刺激に伴う構造変化を in-situ で解析する技術、③

新型冷媒の燃焼性や環境影響を評価する技術の3本柱

を中心とする研究開発に取り組む。これらの評価技術

を活用して先端化学材料の信頼性向上に必要な材料設

計指針を提案することにより、民間企業等による製品

開発を支援する。 

研究テーマ：テーマ題目4 

--------------------------------------------------------------------------- 

［テーマ題目1］再生可能資源を利用する反応・プロセ

ス技術 

［研究代表者］森田 友岳（バイオケミカルグループ） 

［研究担当者］森田 友岳、福岡 徳馬、佐藤 俊、 

雜賀 あずさ、牛丸 和乗、吉田 勝、

木原 秀元、柳下 立夫、青柳 将、 

花岡 寿明、藤本 真司、渡邊 宏臣、
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伊藤 祥太郎、松鹿 昭則、村上 克治、

井上 宏之、渡邊 真宏、秋田 紘長、

中道 優介、遠藤 貴士、伊藤 弘和、

井上 誠一、岩本 伸一朗、熊谷 明夫、

北本 大（常勤職員25名、他18名） 

［研 究 内 容］ 

化石資源に替わってバイオ原料から化学品を製造する

ための技術開発及びプロセス開発は、日米欧を中心に戦

略的な取り組みが始まっている。本テーマでは、バイオ

マス等からバイオと化学技術のベストミックスにより、

高効率かつ環境低負荷で、基幹・機能性化学品を製造し、

高度利用するための基盤技術の開発を目指して、バイオ

ベース化学品の製造・利用技術の開発およびセルロース

ナノファイバーの製造・材料利用技術の開発に取り組ん

でいる。 

（バイオベース化学品の製造・利用技術の開発） 

木質系バイオマスの成分分離により得られるリグニン

を原料とし、1,3-ブタジエンの合成に着目した。理論的

に合成が可能な3つの合成プロセスを提案し、シミュレ

ーションにより1,3-ブタジエン収率、プラント運転に必

要なエネルギー（熱、電力）を評価し、単位重量リグニ

ンを処理した場合の利益を計算した。その結果、最も利

益が高いのは、合成ガス、ジメチルエーテル、n-ブテン

を経由し、1,3-ブタジエンを合成するプロセスであるこ

とがわかった。さらにこのプロセスの改良を試みた。ジ

メチルエーテルから n-ブテンを合成する工程には、空

気分離による窒素が必要である。当該工程に必要な窒素

量を減らすことで、電力が低減でき、その結果トータル

プロセスの利益も増加した。一方、この工程に用いる触

媒性能の向上が技術的課題であることが明らかになった。 

機能化学品の原料となる D-アミノ酸を効率良く酵素

合成するため、基盤酵素となる meso-ジアミノピメリン

酸脱水素酵素の広範なスクリーニングを行った。その結

果、従来の酵素とは異なる補酵素依存性を有する酵素を

新たに2種分離した。さらに、本分離の解析を進め、酵

素化学的性質の詳細を明らかにした。 

バイオ界面活性剤の製造および利用技術の高度化を目

指して、バイオ界面活性剤を高生産する微生物の育種・

改良を進めた。バイオ界面活性剤の生合成に関与する2

種類の遺伝子をターゲッとして、バイオ界面活性剤を高

生産する微生物の遺伝子組換え体を作製した。その結果、

従来は混合物としてのみ得られていた、脂肪酸が1個結

合したタイプおよび脱アセチル化したタイプのバイオ界

面活性剤を、単独で生産することが可能となった。また、

バイオ界面活性剤の産業利用の拡大を目指して熱安定性

のデータを取得した。 

（セルロースナノファイバーの製造・材料利用技術の開

発） 

木質系バイオマスから得られるセルロースナノファイ

バーは、幅が3～20 nm 程度と超微細でありながら、軽

量・高強度・高弾性・低熱膨張という特徴を持っている。

本テーマでは、木質等バイオマスからの直接的なナノフ

ァイバー・バイオマスフィラー製造技術、樹脂やゴムと

の複合化技術、およびナノファイバー・バイオマスフィ

ラーの特性評価技術の開発を進めた。成果として、樹種

や産地、部位によるナノ解繊効率の違いを明らかにした。

また、解繊度合いと、樹脂・ゴム補強効果の関係性を評

価した結果、部分ナノ解繊物においても、十分な補強効

果が発揮できることを明らかにした。また、各種製品試

作も行い、ナノファイバーの特長を生かした複合材料製

品として、ミリサイズの歯車試作も達成した。さらに、

セルロースと樹脂複合化における、添加剤効果として、

精密分子構造解析から、セルロース・樹脂界面ではエス

テル結合が形成されていることを明らかにした。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］バイオマス、成分分離、D-アミノ酸、 

バイオ界面活性剤、セルロースナノファ

イバー、複合材料 

 

［テーマ題目2］化学材料の創製・高機能化技術 

担当 G：スマート材料グループ、知能材料グループ 

［研究代表者］須田 洋幸（総括研究主幹） 

［研究担当者］須田 洋幸、原 雄介、南川 博之、 

小木曽 真樹、中住 友香、増田 光俊、

青柳 将、大園 拓哉、岩坪 隆、 

寺岡 啓、西村 聡、武仲 能子、 

木原 秀元、秋山 陽久、山本 貴広、

吉田 勝、渡邊 宏臣、伊藤 祥太郎 

（常勤職員18名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

電子デバイス、電化製品、輸送機器等の高度化に向け

て、様々な界面表面で利用する機能材料の開発に取り組

んでいる。製品のリサイクル性向上と長寿命化を可能に

する可逆接着剤や自己修復塗料、ヘルスケア用途のため

の有用物質を徐放する有機ナノカプセル、簡便・高感度

な診断が可能なセンサーシステム等の実現を目指してい

る。 

今年度は、光照射に伴う液化固化相変化を示す光可逆

接着材料の開発、低摩擦材料を的確に徐放できる技術の

開発、および可変凹凸構造を用いた新規な摩擦可変部材

において評価検討を行った。 

光可逆接着剤の開発では、これまでの材料における課

題（初期状態が粉、着色）を解決するために、アントラ

セン部位を分子内に複数有する中分子化合物において、

アントラセンの光2量化と熱解離を利用した可逆接着剤

の開発を行った。置換位置の異なる3種類のアントラセ

ン多量体を合成し機能性を比較検討し、無色液状で、可

逆に接着制御可能なスマート接着剤を得ることができた。 

有機ナノカプセルの開発では、水に濡れて構造変化し、

内容物を放出するナノカプセルの研究開発を進めている。
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有機溶剤を用いたナノカプセルの作成方法を新たに見出

した。有機溶剤を用いた製法を応用することで、ナノカ

プセルに内包させることが難しかった水難溶性物質につ

いても、取扱いが可能になった。 

摩擦や付着機能を拡張する部材表面の実現に向けて、

微粒子とゴムの複合材を新規に開発し、延伸操作で付着

力を瞬時に低下できることを見出した。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］接着剤、塗料、摩擦部材 

 

［テーマ題目3］光化学利用技術 

［研究代表者］新納 弘之（首席研究員） 

［研究担当者］新納 弘之、松澤 洋子、神徳 啓那、

佐藤 正健、川口 喜三、高田 徳幸、

大村 英樹、奈良崎 愛子、 

（常勤職員8名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

新材料開発やプロセス高度化を通じた化学産業の国際

競争力強化に資する、光を利用する反応プロセス・材料

創製に取り組んでいる。機能性フィルムや薄膜太陽電池

等の電子デバイスの開発おいて、表面機能（反射防止機

能、透明導電性、バリア特性、耐摩耗性など）を必要な

個所に局所的に付与する技術、あるいは表面物性を局所

的に改変する技術が求められている。時間・空間的制御

性に優れた光は、これらの技術開発において強力なツー

ルとなり得る。近年の技術革新によって得られた新しい

光源（LED、ファイバーレーザーなど）に対応して局

所機能付与プロセスを最適化するとともに、ニーズに応

じて光機能材料を改良することで、高付加価値を有する

材料や部材の開発に取り組んでいる。 

今年度は、光製膜技術により得られるナノ炭素材料膜

の評価、並びに、異種材構造接着のための被着体表面光

検査技術について検討を行った。ナノ炭素材料の光製膜

技術では分散制御技術の高度化を進めた。具体的には、

新規分散剤を開発することで対象溶媒の拡大化を図ると

ともに、ガラス基板などの様々な基板上への製膜に成功

した。被着体表面光検査技術では、高感度検出系、およ

びダブルパルス照射システムを備えた測定システムにつ

いて基本設計を完了し、基板上に付着したシリコーンオ

イルの検出下限は1 g/cm2程度であることを実証した。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］光化学表面反応プロセス、光製膜技術、

レーザー化学技術 

 

［テーマ題目4］先端化学材料の評価技術 

［研究代表者］佐藤 浩昭（高分子化学グループ）、 

水門 潤治（化学材料評価グループ） 

［研究担当者］水門 潤治、奥本 肇、陳 亮、 

滝澤 賢二、新澤 英之、山根 祥吾、

寺岡 啓、大園 拓哉、佐藤 浩昭、 

船橋 正弘、大石 晃広、萩原 英昭、

渡邉 亮太、八木 久彰、 

Fouquet Thierry、岩坪 隆、西村 聡 

（常勤職員17名、他9名） 

［研 究 内 容］ 

先端デバイスや軽量構造材等に利用される高機能化学

材料は、我が国化学産業の強みである。本分野における

国際競争力を確保し、また持続可能社会の実現に貢献す

るために、化学材料の信頼性評価に対する共通基盤的な

評価技術に対するニーズが高まっている。 

本テーマでは、化学材料の信頼性を正しく評価し、更

にその向上に資する材料設計指針を提案するための評価

技術を開発する。具体的には、①耐久性・劣化評価パッ

ケージ、②界面・高次構造評価パッケージ、③新型冷媒

の燃焼性・環境影響評価の3本柱を中心とする評価技術

の構築に取り組む。具体的には、①材料の劣化に伴う構

造変化やメカニズムの評価・解析技術、構造変化と機能

低下の相関解析、②複合材料等の機能に影響を及ぼす界

面構造や高次構造の評価・解析技術、③新型冷媒の燃焼

危険性を実用的に評価するための試験法などの構築を目

指す。 

（①耐久性・劣化評価パッケージ） 

炭素繊維強化プラスチックの劣化評価に関して、これ

までに開発した熱と水による加速劣化法を適用した炭素

繊維強化ナイロン6の劣化構造を熱分析や陽電子消滅法

等を用いて明らかにした。また、炭素繊維強化プラスチ

ックの急速吸湿法について ISO/TC61（プラスチック）

/SC13（強化プラスチック）に規格提案を行い、委員会

段階（CD）へ進めることが認められた。高分解能質量

分析法により得られる測定データを処理して成分分布を

表現する方法を考案し、劣化材料の分析に応用して劣化

生成物を簡便に可視化する技術を開発した。 

ポリマー劣化を引き起こす過酸化物の一種であるヒド

ロペルオキシド（ROOH）をスピントラップ ESR 法に

より定量解析する新しい評価法を考案した。ポリエチレ

ンオキシド（PEO）について、水溶液の ESR 測定を行

ったところ、ポリマー中に含まれる ROOH 量を解析で

きることを明らかにした。カーボンナノチューブ

（CNT）によるポリマーに対する酸化劣化抑制メカニ

ズムを明らかにするため、モデルとして PEO/CNT 複

合材料を用いて解析を行った。熱分解 IR や高分解能質

量分析法により解析した結果、酸化劣化により生成する

特定のラジカル種に CNT が作用することにより酸化を

抑制していることを明らかにした。 

（②界面・高次構造評価パッケージ） 

高分子複合材料の構造と機能の相関評価に関して、フ

ィラーとしてメソ多孔質材料を加えたポリプロピレン複

合材料の構造を、熱分解分析法を用いて解析し、高機能

発現に寄与する構造を明らかにした。 

顕微 IR により得られたスペクトルを二次元相関解析
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することにより、材料間の界面構造を解析する二次元赤

外相関マッピング法を考案した。モデルとしてポリメタ

クリル酸メチルとポリエチレンオキシドのポリマーブレ

ンドの解析を行った結果、両材料間の水素結合状態を表

す界面構造をマッピングできることを明らかにした。 

（③新型冷媒の燃焼性・環境影響評価） 

地球温暖化係数（GWP）の低い冷媒等について、大

型容器を用いた燃焼限界測定を行い、高圧ガス保安協会

で検討している燃焼限界測定法の改訂に向けた検討に必

要なデータを提供した。容器内で冷媒濃度に分布がある

場合の燃焼挙動や湿度の及ぼす影響を明らかにした。新

型冷媒等2種について、相対速度法や絶対速度法による

OH ラジカルとの反応速度測定及び赤外吸収測定を行い、

GWP を決定した。いずれも GWP は150未満であり温

暖化効果が小さいことを明らかにした。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］化学材料、高分子材料、信頼性評価、耐

久性評価、加速劣化試験、劣化解析、材

料設計指針 

 

③【化学プロセス研究部門】 
（Research Institute for Chemical Process Technology） 

（存続期間：2015.4.1～） 

 

研究部門長：濱川 聡 

副研究部門長：角田 達朗、古屋 武 

首席研究員：蛯名 武雄 

総括研究主幹：宮沢 哲 

 

所在地：東北センター、つくば中央第5事業所 

人 員：45名（45名） 

経 費：744,881千円（357,223千円） 

 

概 要：  

1．ミッション 

 化学プロセス研究部門は、低環境負荷で高効率な

機能性化学品の製造プロセス実現に向け、特異な空

間・反応場を利用した高温・高圧技術やマイクロフ

ロー技術、さらに、これらを支える流体や物性制御

技術などの研究開発を通じ、化学反応プロセスの基

盤技術の構築を目指します。基礎・機能性化学品の

製造時に発生する二酸化炭素の排出量低減に貢献す

るためには、高性能の膜分離や吸着吸収分離などに

係る材料・プロセスの研究開発を行い、化学プロセ

スにおける分離技術の基盤構築を目指します。また、

コンソーシアム活動などを活用した地域中核企業と

の連携による「技術の橋渡し」を通じて、わが国の

化学プロセスイノベーションの推進を目指します。 

2．研究の方向性 

 化学プロセスのイノベーション推進を先導するた

めには、産業界から見て「キラリと光る」化学プロ

セス技術が不可欠である。当該研究部門は、103社

の企業が参加するコンソーシアムから得られる技術

マーケティング情報をもとに、強みを伸ばす技術の

精鋭化と様々なニーズに応えるための技術の総合化

をそれぞれ推進し、我が国の化学ものづくり産業の

競争力の強化を図る。上記を実現するため、（1）

化学プロセスの高効率化に向けた反応制御技術の開

発、（2）化学プロセスの省エネ化に向けた分離技

術の開発、（3）化学プロセスの革新に向けた新機

能材料の開発、の3つの戦略課題を設定し、「技術

の橋渡し」のスピードアップを図る。以下に戦略課

題の内容をまとめる。 

3．戦略課題 

（1）化学プロセスの高効率化に向けた反応制御技術

の開発 

 高温・高圧、マイクロ流体等の特異反応場を制

御することにより、従来にない高い反応効率を有

する化学プロセス技術の開発を行う。具体的には、

グリーン溶媒（高温・高圧 CO2、イオン流体な

ど）、マイクロ波、マイクロリアクター、触媒

（固体、酵素）、等を利用した研究開発を実施し

た。さらに、プロセス開発の基盤となる、各種の

デバイスとエンジニアリングに関わる研究開発を

実施した。 

（2）化学プロセスの省エネ化に向けた分離技術の開

発 

 新概念、新材料を用いた分離プロセスの提案と

評価により、従来にない省エネな化学プロセス技

術の開発を行う。具体的には、ナノ多孔材料（カ

ーボン、ゼオライト、MOF）、界面制御（サーフ

ァクチン）等の開発とそれらの利用に関わる研究

開発を実施した。さらに、化学プロセスの省エネ

化に関わる評価の手法等についても研究開発を実

施した。 

（3）化学プロセスの革新に向けた新機能材料の開発 

 分離や反応の目的に応じた最適な化学プロセス

の提案を目指して、無機・複合材料のナノ構造制

御と量産化に資する製造技術の研究開発を行う。

具体的には、クレースト、コアシェルナノ粒子、

等の材料に関わるナノ構造の制御技術並びにその

量産化技術に関わる研究開発を実施した。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金： 

標準基盤研究 「ガスバリアフィルム用ナノクレイ規格」 

 

外部資金： 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「エネルギー・環境新技術先導プログラム／革新的分離

技術の導入による省エネ型基幹化学品製造プロセスの研
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究開発」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「エネルギー・環境新技術先導プログラム／超精密原子

配列制御型排ガス触媒の研究開発」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（CREST）「ギ酸脱水素化触媒による高圧水素供

給プロセスの構築」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（ALCA）「高純度同時糖化リグニンベース機能

素材の開発」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 平成29年度地域

産学バリュープログラム 「食品中発がん性物質処理用

酵素のマイクロカプセル固定化技術の開発」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（CREST）「珪素系ナノ空間材料に内包された水

の吸着・移動の熱制御」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的イノベーシ

ョン創造プログラム（SIP）「有機ハイドライド向け実

用型炭素膜の開発と膜分離システム設計」 

 

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構生物

系特定産業技術研究支援センター 戦略的イノベーショ

ン創造プログラム（次世代農林水産業創造技術）（SIP）

「地域のリグニン資源が先導するバイオマス利用システ

ムの技術革新」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（B）「アゾベンゼン修飾膜の光照射水透過・海水

淡水化に関する研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（B）「連続的なバイオマス変換を可能にする流通

式触媒反応システムの開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（B）「食品廃棄物を循環利用するエネルギー・物

質の製造技術の開発と導入効果の検討」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）「新規ヘミセルロース変換プロセス開発によ

るバイオマスカスケード利用モデルの構築」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）「特異環境場における輸送物性の計測法開発

と現象解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）「多量体膜タンパク質の in situ 機能解析を実

現する新規ナノディスク創製」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）「1分子からの DNA 増幅を可能にする酵素の

ナノ空間への精密配置」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）「有機ケイ素を層間に持つ層状ペロブスカイ

トの機能強化」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）「有機半導体の板状ナノ粒子の生成機構解明

に基づく連続製造プロセスの最適化」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）「収差補正電子顕微鏡を用いたヘテロポリ酸

触媒のキャラクタリゼーションと設計」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手

研究（B）「イオン液体の機能設計とアンモニア分離回

収技術への応用」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手

研究（B）「微小空間の移動現象に着目した気液固触媒

反応器の設計法構築と C1化学への応用」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手

研究（B）「ナノ粒子規則配列と空隙構造制御を可能と

する超低密度ナノコンポジットの創製」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手

研究（B）「イオン液体の水和制御に基づくインテリジ

ェント高分子電解質の開発と機能開拓」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（A）「バイオマスの全構成成分有効利用を目指し

た化成品原料への逐次的変換」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（B）「ファインケミカルを指向するゼオライト単

結晶の創成とその全合成プロセスの解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（B）「分離膜の性能設計に向けた多孔質材料の物

性評価法開発」 
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独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手

研究（B）「有機構造規定剤及びゲルマニウムフリー合

成法による超大細孔ゼオライトの開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手

研究（B）「高アスペクト有機修飾ベーマイトアルミナ

の連続合成技術開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 挑戦

的研究（萌芽）「AFI 型多孔質単結晶とアントラセンの

複合物質における協奏的光学機能の創成」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 新学

術領域研究（研究領域提案型）「界面活性剤を用いた多

連続多孔質構造の形成」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（B）「メソ細孔空間における酵素構造の理解と機

能集積酵素センサーの開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（B）「新規固体電解質の開発を目指した高 Li イオ

ン伝導性カーボネート型共重合体の創製」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（B）「親／疎水性ナノ空間を併せ持つ有機－無機

ハイブリッド型多孔体の開発と触媒への応用」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）「シリカ膜マイクロカプセルを用いた自己修

復性炭素繊維強化ポリマーの開発」 

 

発 表：誌上発表97件、口頭発表216件、その他33件 

--------------------------------------------------------------------------- 

コンパクトシステムエンジニアリンググループ 

（Compact System Engineering Group） 

研究グループ長：金久保 光央 

（東北センター） 

概 要： 

  コンパクトシステムエンジニアリンググループは、

高温高圧の水や二酸化炭素およびイオン液体等のグリ

ーン溶媒を用いたコンパクトで高効率な低環境負荷型

プロセスの開発を目的として、高圧マイクロデバイス

技術の開発や特殊反応場の測定・評価技術の高度化等

を幅広く進めている。また、本グループは産総研にお

ける関連分野のエンジニアリング拠点として機能する

ことを目指している。 

高温高圧エンジニアリング技術として、二酸化炭素

を用いた粘度低減・霧化技術による革新的な塗装プロ

セスや最先端ものづくり技術の開発、高温高圧流体に

よる有機修飾無機微粒子合成の体系化ならびに材料化

技術への展開等を進めている。また、マイクロ混合器

を適用した高圧二酸化炭素による高速連続液液抽出分

離技術の開発を進めている。さらに、イオン液体を用

いた高効率な分離・反応プロセスの開発とその特性評

価、および新規分野の開拓や機能材料への展開を図っ

ている。 

研究テーマ：テーマ題目1 

 

化学システムグループ 

（Energy-efficient Chemical Systems Group） 

研究グループ長：井村 知弘 

（つくば中央第5） 

概 要： 

当グループでは、化学プロセスの省エネルギー化や

環境負荷低減の分野において、化学工学、界面化学お

よび材料科学の観点から材料技術とシステム技術を一

体化して捉えた研究を展開し、得られた成果を積極的

に社会・産業界に還元していくことを通じて、持続発

展可能な社会の構築に資することを目標としている。 

 具体的には、ナノ界面及び空間での物質移動・吸着

現象・化学反応に注目し、材料の合成－構造－機能の

関係を意識しつつ、化学プロセスイノベーションの推

進を目指した高性能な材料合成技術・構造評価手法の

開発を行っている。さらに、ナノ空孔材料の特性を活

かした反応場の構築およびその部材化、これを利用し

たプロセスの解析とプロセス強化に関する研究を進め

ている。 

研究テーマ：テーマ題目2  

 

マイクロ化学グループ 

（Micro Flow Chemistry Group） 

研究グループ長：川波 肇 

（東北センター） 

概 要： 

マイクロ化学グループでは、高温高圧技術、マイク

ロ波技術そしてマイクロ空間技術を主軸に、各種有機

材料、機能性有機物質、化成品、微粒子、無機−有機

複合材料などを合成するための基盤技術を構築してい

る。これら基板技術を土台に、社会（主に化学産業、

エネルギー産業等）ニーズを素早く受け取り、適切に

対応しながら各種合成プロセス技術の高度化を図り、

モノづくり産業の低環境負荷に貢献、更に新たなグリ

ーンイノベーションを引き起こすことを目指している。 

 具体的には、マイクロ空間反応場で高温高圧状態や

マイクロ波技術などによる精密な制御技術を駆使して、

水素製造技術、有機溶媒を限りなく排除した水中での

各種有機合成プロセス、そして粒径が高度に制御され

た有機・無機ナノ粒子合成法などの研究・開発を行っ

ている。例えば反応制御技術を駆使したギ酸分解によ



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(195) 

る水素製造技術を開発し、水素エネルギー関連技術へ

と応用展開もしている。また、超臨界二酸化炭素を反

応媒体とした酸化還元、特に金属ナノ粒子担持メソポ

ーラスシリカ触媒による還元法を行い、各種化成品や

バイオマス由来の化合物変換技術も開発している。 

研究テーマ：テーマ題目1 

 

有機物質変換グループ 

（Organic Material Conversion Group） 

研究グループ長：山口 有朋 

（東北センター） 

概 要： 

 有機物質変換グループでは、化学プロセスの高効率

化に向けた反応制御技術開発として、クリーンな反応

場と触媒や酵素を組み合わせた有機物質の効率的な変

換技術の開発に取り組んでいる。特に、高温高圧の水

や二酸化炭素と触媒や酵素を利用する有機物質変換反

応の開発、炭素資源変換技術の開発、多孔質材料に集

積した酵素や機能分子による機能性化学品製造プロセ

ス開発を重点的に進めている。 

 具体的には、1）水や二酸化炭素と触媒・酵素を利

用する有機物質変換反応の開発により、医農薬中間体

や化成品原料の製造プロセスを開拓した。2）触媒に

よる炭素資源変換技術の開発では、炭素資源の多様化

のために、バイオマス、有機廃棄物等を汎用高分子や

機能性化学品の原料に変換する高効率かつ省エネな触

媒反応技術を開発した。3）多孔質材料に集積した酵

素や機能分子による機能性化学品製造プロセス開発で

は、多孔質材料への酵素および機能性分子の精密配置

とそれによる活性制御を実現し、機能性化学品の高効

率な製造プロセスおよび海水淡水化技術の開発を行っ

た。 

研究テーマ：テーマ題目1 

 

膜分離プロセスグループ 

（Membrane Separation Processes Group） 

研究グループ長：根岸 秀之 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 当グループでは、省エネ性の高い膜分離技術の社会

への実装化を究極の目的として、高機能分離膜の開発

と省エネ型膜分離プロセスの設計・評価手法の開発、

およびその要素技術である多孔体素材の合成や、マイ

クロ波を用いた高効率な化学品製造プロセス技術まで、

基礎から応用にわたる基盤技術を一貫して推進してい

る。中空糸カーボン膜やゼオライト膜、金属有機構造

体と高分子の複合膜などの分離膜や、水蒸気吸着膜に

着目し、膜性能の向上に向けた膜作製法の開発と、実

用化に向けたモジュール開発を行っている。また、膜

分離と蒸留の最適な複合化プロセス構成を見出すため、

計算機シミュレーションを活用した省エネ分離プロセ

ス技術の開発を進めている。さらに要素技術開発とし

て、世界最大クラスのゼオライト単結晶の合成が着実

な進捗を見せるとともに、マイクロ波加熱を用いた高

効率な化学品製造プロセスについても開発を行ってい

る。 

研究テーマ：テーマ題目2 

 

ナノ空間設計グループ 

（Nanopore Design Group）  

研究グループ長：佐藤 剛一 

（東北センター） 

概 要： 

  ナノ空間設計グループでは、化学プロセスの従来に

ない省エネ化に向けた分離技術、シンプルで新しい化

学反応プロセスの提案を目指して、ナノメートルサイ

ズの空孔を有するゼオライト等の材料開発や部材化を

図り、分離、触媒反応への適用に関する研究を実施し

ている。 

  材料の創成においては、多孔質材料のミクロ・ナノ

構造をはじめとした物性や機能の詳細な解析結果をフ

ィードバックして、高性能なナノ空間材料の設計と合

成法開発を進めている。材料部材化では膜化に関する

研究に注力し、緻密で高耐久性のゼオライト薄膜や機

能性有機高分子等との複合膜を開発している。 

  これらの利用として、多孔質構造を活用した化学反

応用触媒、膜部材の気相・液相での選択的分離精製プ

ロセスや環境浄化、分離と触媒反応を融合した膜反応

プロセス、等の用途開発を進め、成果の企業への橋渡

しを推進している。 

研究テーマ：テーマ題目2 

 

階層的構造材料プロセスグループ 

（Panoscopic Materials Processing Group） 

研究グループ長：依田 智 

（つくば中央第5） 

概 要： 

  当グループではナノ粒子・ナノ構造材料を幅広い産

業分野へ応用していくためのオンデマンド連続製造、

階層化および関連するプロセス技術の研究開発を目標

とする。ナノ粒子・ナノ構造を作り出し、それらを階

層的に構築して、デバイス、材料、製品へと結びつけ

るプロセスの技術は、新機能、高機能の創出、製品開

発速度の向上、ナノリスクの低減などに貢献できる。 

  連続的な製造および階層化においては、溶媒、流体

をベースとしたプロセスを構築し、流体の特性、物質

の溶解度や相状態の把握、化学反応の精密制御を行う

ことが不可欠となる。これらの物性・反応を緻密に制

御するパラメータとして、“圧力”を導入し、さらに

マイクロ流路、マイクロミキサーなどのプロセス技術
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を組み合わせることによって、様々な新規ナノ粒子・

ナノ構造材料に対応したプロセスを構築することが可

能となる。 

  当グループでは各種ナノ粒子、ナノ構造材料の連続

製造、および階層化プロセスの開発に取り組むととも

に、高圧下での諸物性測定・化学反応など必要な基盤

技術の開発を行う。 

研究テーマ：テーマ題目3 

 

機能素材プロセッシンググループ 

（Functional Materials Processing Group） 

研究グループ長：石井 亮 

（東北センター） 

概 要： 

 機能素材プロセッシンググループでは、様々な素材

から機能性材料を効率的に作製する材料プロセス技術

並びに材料機能の応用開発に取り組んでいる。 

  具体的には、粘土鉱物や植物バイオマスなどの天然

資源や生物由来資源、炭素固体、有機高分子等の各種

素材を用い、当グループの独自技術である、高温水利

用合成技術やマイクロ波・高周波加熱技術、有機・無

機ハイブリッド化技術、印刷技術、圧縮ガスを用いた

ナノ加工技術、化学修飾技術等をさらに深化させるこ

とにより、耐熱ガスバリア膜などの膜材料、ナノ粒子

やナノシート等の新規無機ナノ材料、光学特性や電気

特性、特異的イオン吸着能を有する材料を開発する。 

 材料機能の応用例として、1）粘土素材等を利用し

たガスバリア、耐熱、絶縁性を有する機能化膜への応

用、2）二酸化炭素ガスを用いた繊維の接着による多

孔性材料の開発、3）植物バイオマス由来抽出物を利

用した耐熱用有機フィラーの開発、等がある。 

 また、他グループや外部との連携により、機能化膜

や導電性ナノ粒子等の企業への橋渡しに取り組んだ。

特に、低炭素社会の実現に寄与する用途等への展開に

取り組んでいる。また、国内、特に東北地域の企業と

の連携に基づく産業振興に努めた。 

研究テーマ：テーマ題目3 

--------------------------------------------------------------------------- 

［テーマ題目1］化学プロセスの高効率化に向けた反応

制御技術の開発 

［研究代表者］濱川 聡（化学プロセス研究部門） 

［研究担当者］濱川 聡、角田 達朗、古屋 武、 

蛯名 武雄、宮沢 哲、金久保 光央、

川﨑 慎一朗、牧野 貴至、藤井 達也、

河野 雄樹、川波 肇、西岡 将輝、 

石坂 孝之、長尾 育弘、福田 貴史、

山口 有朋、藤原 正浩、佐藤 修、 

三村 直樹、伊藤 徹二、松浦 俊一、 

新妻 依利子、長瀬 有貴、槻田 祐二、

塩飽 浩美、信楽 千鶴、寺崎 恵子、

澤田 則子、櫻井 優子、松尾 康輝、

中川 洋祐、髙橋 滉希、石田 憲士、

平岡 領子、佐藤 貴一、 

Litwinowicz Andrzej-Alexander、 

井口 昌幸、鍾 恒、Chatterjee Maya、

小川 佳代子、伊藤 早枝子、 

宮川 正人、喜多川 智子、大沼 宏子、

佐藤 雅英、村上 由香、村松 なつみ 

（常勤職員21名、他27名） 

［研 究 内 容］ 

 我が国の化学産業の強い国際競争力を維持しつつ持続

可能な成長を展開していくためには、新しい機能を持つ

物質や材料の発見とそれらを限られた資源から無駄なく

利用することに加えて、省エネルギー、低環境負荷で安

全に製造・利用していくことが必要である。なかでもス

ペシャリティケミカルズと呼ばれる高付加価値化学品類

においては、ハイスループットな化学プロセスが求めら

れている。本テーマでは、特異的な反応場を提供する高

温・高圧状態の水・二酸化炭素、イオン液体、マイクロ

流路やナノ空間等の微小空間、マイクロ波による高周波

加熱および触媒（金属、酵素）等を単独あるいは複合的

に組み合わせることにより、従来の化学プロセスから飛

躍的な効率向上・省エネルギーを実現する化学プロセス

技術（化学プロセスイノベーション）に向けた研究を行

っている。 

 有機溶媒の代わりに CO2を用いる高圧 CO2塗装技術

では、従来の塗料をそのまま適用できないことが多い。

そこで、溶解度パラメータなどを利用して高圧 CO2塗

装に適合した塗料の設計指針を構築し、微粒化と成膜の

メカニズム解析を合わせて高圧 CO2塗装の基盤技術の

体系化を進めている。平成29年度は、ポリマー特性

（分子量、粘弾性等）の異なる塗料の微粒化実験及び噴

霧微粒化状態の可視化実験を行い、微粒化挙動の解明を

進めた。さらに、本技術のモノづくり技術への展開とし

て、無溶剤、非防爆プロセスの実現可能性が高い、撥水

処理、連続乳化、医薬品微粒子製造技術の研究開発を進

めた。また、水溶液中の疎水性有価物を対象として、高

圧 CO2を抽出溶媒として用いマイクロ混合により高速

かつ連続的に液液抽出する技術を開発している。本年度

は、モデル溶液や実液に適用し、10 s 以内で抽出平衡

に到達させ、有価物を CO2に80 %以上の収率で連続的

に抽出できることを実証した。イリジウム錯体を触媒と

したギ酸分解により、燃料電池車に必要な供給圧力70 

MPa を超える高圧水素の発生技術を構築するとともに、

発生した水素と二酸化炭素の分離性能を向上させること

により水素純度95 %を達成した。一方、高圧下での触

媒の分解挙動から高圧下での触媒の耐久性向上に向けた

指針を得、これを基に、昨年度開発した固体触媒を用い

て二酸化炭素と水素からギ酸を生成させる技術の開発に

も成功した。高温高圧水反応システムを利用した合成プ
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ロセスにおいては、高耐熱性樹脂のポリベンゾイミダゾ

ールの簡便な合成法の開発に成功した。循環型社会の実

現に資するバイオマス原料を、化学原料に変換する触媒

反応システムも開発した。例えば、固体触媒を用いて木

質バイオマスに含まれるセルロース、ヘミセルロース、

リグニンを逐次的に糖アルコールや芳香族化合物に変換

する技術を開発した。また、バイオマス由来のグルコー

ス（セルロース）やキシロース（ヘミセルロース）を有

用化学物質へ効率的に変換可能な固体触媒および反応シ

ステムを開発した。 

 イオン液体等の機能性グリーン溶媒利用技術では、低

環境負荷型のガス吸収分離プロセスや化学反応プロセス

の開発を行っている。これらのプロセス開発に不可欠な

機能性溶媒の特性や機能について、エンジニアリングデ

ータを蓄積し、分子構造と関連づけた体系化を図ってい

る。また、並行して、機能性溶媒の部材化・多機能化技

術の研究開発を進めている。平成29年度は、イオン液

体等の吸収液の分子修飾によるガス吸収特性の制御法を

発展させ、ガス吸収液の性能を向上した。また、イオン

液体吸収液を用いた水電解水素除湿法が、従来吸収液よ

りも低露点の水素を製造できることを実証した。さらに、

イオン液体を用いた、省エネルギーな環境維持技術や反

応分離技術への応用展開を進めた。 

 マイクロ流路やナノ空間等の微小空間を利用する技術

では、ナノメートルサイズの空孔を有する材料（酵素の

固定化支持体）と酵素から成る固定化酵素技術において、

双方の表面親和性を反応制御因子とし、物質変換反応に

おける反応速度および持続的な酵素固定化能に及ぼす影

響を明らかにした。具体的には、グルタミン酸脱炭酸酵

素を利用したγ-アミノ酪酸（機能性アミノ酸）の合成

において、通常は酵素活性が抑制される低温や高温域で

反応速度の増大を可能にする新規の両親媒性ナノ空間材

料を見出した。また、酵素支持体表面に高い親和性を有

するタンパク質タグを酵素に融合した「ハイブリッド酵

素」を適用することによって、固定化酵素の繰り返し利

用時の耐久性向上を達成することができた。 

 マイクロ波照射による高速加熱、選択加熱を利用した

化学プロセス技術の開発において、磁場を利用した加熱

手法を開発し、シート上の材料を均一加熱することに成

功した。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］高温高圧、マイクロリアクター、マイク

ロデバイス、超臨界水、超臨界二酸化炭

素、脱有機溶媒、流体特性、反応場観測、

反応場制御、有機合成、無機－バイオ複

合、タンパク質リフォールディング、固

定化酵素、酵素センサー、イオン液体、

ガス分離、マイクロ波、マイクロ波反応

場、ナノ粒子、固体触媒、水素製造 

 

［テーマ題目2］化学プロセスの省エネ化に向けた分離

技術の開発 

［研究代表者］濱川 聡（化学プロセス研究部門） 

［研究担当者］濱川 聡、角田 達朗、古屋 武、 

蛯名 武雄、宮沢 哲、遠藤 明、 

井村 知弘、川合 章子、片岡 祥、 

久保 史織、上村 佳大、平 敏彰、

Nguyen Thuy、根岸 秀之、 

吉宗 美紀、原 伸生、長畑 律子、 

小平 哲也、山木 雄大、佐藤 剛一、

長瀬 多加子、池田 拓史、 

長谷川 泰久、日吉 範人、桶本 篤史、 

下村 真理江、鈴木 邦夫、徳橋 頼子、

楮山 夏実、石﨑 雄輝、河野 良平、

蕪木 和孝、戴 瑶文、穐吉 紀子、 

荒井 陽子、斎藤 優子、竹内 和彦、

森 由紀江、土屋 和恵、岡本 裕子、

関口 ちか子、原谷 賢治、阿部 千枝、

羅 紅岩、佐藤 恭子、松浦 和佳子

（常勤職員25名、他21名） 

［研 究 内 容］ 

本テーマでは、従来にない省エネ化を実現する化学プ

ロセス技術の開発と実装化に貢献するため、基礎及び機

能性化学品の製造プロセスにおいて、新概念、新材料を

用いた分離プロセスの提案と実証・評価により、高い性

能の膜分離や吸着吸収分離などに係る材料・プロセスの

開発に取り組み、高機能な分離技術の基盤を構築するこ

とを目指している。本年度は、これまで無機物質の膜化

に関する研究開発で培ってきた分離技術の適用範囲を拡

張し膜メーカーへの技術移転を行うことで、高機能な分

離膜を開発する。また、従来にない特異な界面を構築し

うる新規高機能界面活性剤に着目し、新規材料の界面活

性や触媒性能等を向上するとともに、その耐アルカリ性

の向上を目指す。 

（高シリカチャバザイト長尺膜の開発） 

 有機溶媒からの脱水プロセス等において、ゼオライト

分離膜は有望であるが、適用範囲を広げるためにも耐酸

性などをより向上させる必要がある。これまでに優れた

透過分離特性と高い安定性を両立した高シリカチャバザ

イト膜を開発し、その実用化へ向けて、企業との共同研

究により長尺膜の製造技術に関する研究開発を実施して

きた。ゼオライト膜はゼオライト粉末の成形では調製で

きず、支持体上に付着させた種結晶を成長させ、ゼオラ

イト多結晶薄膜を基材上に直接合成する必要がある。今

年度は、膜製造工程を改良することで、より精密な製膜

技術が要求される二酸化炭素等のガス分離が可能な高シ

リカチャバザイト長尺膜を製造することに成功した。 

（化学プロセスのための新規水素分離膜の開発） 

 水素社会の実現のためには、水素の製造・輸送・供給

に関わる技術開発が必須であり、アンモニアや有機ハイ
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ドライドなどの水素エネルギーキャリアからの高効率水

素精製プロセスの省エネルギー化が重要である。本研究

では有機ハイドライドの一つであるメチルシクロヘキサ

ンからの超高純度水素精製プロセスに用いる水素分離膜

として、優れたガス分離性能と耐薬品性を有する分子ふ

るい炭素膜の適用検討を行っている。これまでに燃料電

池自動車用の水素純度スペックを満足する炭素膜の必要

分離性能を明らかにしてきたが、今年度は昨年度見出し

た、膜の必要選択性を維持しつつ、水素透過速度を向上

させた炭素膜に関して、想定される実環境下である水素

／トルエン混合ガスにおける長期耐久試験を実施し、目

標値を超える膜分離性能を2000時間保持することを確

認した。また、膜メーカーに技術移転して作製された燃

料電池自動車用の水素純度スペックを満足する中空糸炭

素膜を用いたモジュール製造において、昨年度の3倍規

模の1m3/h 規模モジュールを実現した。 

（高機能界面を利用した反応・分離プロセス技術の開発） 

 各種化学品製造プロセスの省エネ化において、高効率

な反応・分離技術の開発が必要である。本研究では、界

面活性剤やこれを鋳型とすることによって形成される高

機能ナノ界面を活用した反応・分離プロセスの構築に向

け、特に、難水溶性の原料を水中に可溶化・分散化でき

る界面活性剤型触媒の開発を進めている。これまでに、

パラジウムなど多様な遷移金属を自在に配位可能な N-

ヘテロサイクリックカルベンを骨格に持つ新規界面活性

剤型触媒を開発し、その炭素-炭素結合形成反応に対す

る触媒性能の評価や、触媒を反応後に分離・回収する手

法の構築を検討してきた。本年度は特に、触媒が形成す

る特異な反応界面に関する知見を明らかにするため、水

中における自己集合挙動の評価を行った。その結果、界

面活性剤型パラジウム触媒は、希薄水溶液中において、

自発的に界面にパラジウムが配置したミセルを形成する

のに対し、濃厚水溶液中においては、パラジウム層と水

層が積み重なったラメラ構造を形成することが分かった。 

さらに、環状ペプチドを特徴とする高機能界面活性

剤・サーファクチンの幅広い用途での実用化に向け、企

業との共同研究により分子構造の拡充を行った。その結

果、エステル結合で環化したサーファクチンとは異なり、

耐アルカリ性が期待されるアミド結合で環化したサーフ

ァクチン類縁体の単離に成功した。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］分離プロセス、省エネルギー、膜分離、

脱水プロセス、チャバザイト膜、長尺膜、

水素分離、炭素膜、吸着、界面活性剤、

ミセル、ラメラ構造 

 

［テーマ題目3］化学プロセスの革新に向けた新機能材

料の開発 

［研究代表者］濱川 聡（化学プロセス研究部門） 

［研究担当者］濱川 聡、角田 達朗、古屋 武、 

蛯名 武雄、宮沢 哲、依田 智、 

中村 浩之、竹林 良浩、陶 究、 

竹下 覚、石井 亮、林 拓道、 

相澤 崇史、和久井 喜人、棚池 修、

中村 考志、敷中 一洋、武 学麗、 

常松 奈緒、森井 奈保子、大場 貴子、

田中 隆司、大嶋 哲、小林 由河、 

菊地 章雄、佐藤 豪人、小野 健太、

鈴木 麻実、庄司 絵梨子、志村 瑞己、 

外門 恵美子、夏井 真由美、 

阿部 真之、梶井 孔左 

（常勤職員17名、他17名） 

［研 究 内 容］ 

化学プロセスのシンプル化やグリーン化を進める上で、

機能性シート材、例えば、耐熱性や不燃性、ガスバリア

性などを有するシート材の開発は重要である。粘土を主

成分とする新しい膜材料「クレースト」は、高いガスバ

リア性や耐熱性、不燃性等を持つため、上記機能性シー

ト材としての利用が期待される。これまでに用途として、

ⅰ）透明耐熱材の開発、ⅱ）ガスバリア層としてクレー

ストを含む燃料電池車用水素タンクの作製、ⅲ）薄膜太

陽電池等次世代電子デバイスに使用可能な超水蒸気バリ

ア膜の開発、に展開してきた。さらに、原料粘土の低コ

スト生産方法の検討を行ってきた。 

 今年度は、開発したリグニンと粘土鉱物を用いた耐熱

ガスバリアフィルムの連続生産品（長尺膜）の加速劣化

試験を実施し、実用化に必要な耐久性獲得のための指針

を得ることを目標とした。リグニンとして、酸可溶媒分

解法により得られた、ポリエチレングリコール修飾型リ

グニン（以下、改質リグニン）を用いた。具体的には、

温度85 ℃及び湿度85 ℃の環境下に上記長尺膜を3000

時間静置し、試験前後の表面平坦性及び組成等の劣化に

ついて調査した。 

長尺膜は、3000時間の上記条件の静置後においても

表面平坦性及び膜の組成にほとんど変化はなく十分な耐

久性を有することが分かった。また、その他開発品につ

いて同様の試験を実施し、組成と耐久性との関係につい

て調査を行った。その結果、表面処理を施さない粘土原

料を用いた耐熱ガスバリアフィルムは、表面上に析出物

が生成し、表面平坦性の劣化及び組成変動を生じること

が判明した。劣化の原因は膜内に侵入した水が膜の構成

成分を溶出させ、膜表面上の析出物の形成したためと考

えられる。よって、耐熱ガスバリアフィルムの耐久性獲

得のためには粘土原料の表面処理が重要であることが分

かった。 

以上のことから、改質リグニンと粘土鉱物からなる耐

熱ガスバリアフィルムの長尺膜について、その実用化に

必要な耐久性獲得のための指針を得るという今年度の計

画を十分に遂行できた。 

［領 域 名］材料・化学 
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［キーワード］ナノ粒子、プルシアンブルー、セシウム、

吸着、除染、色変化素子、レーザー溶融、

強誘電体、マイクロミキサー、マイクロ

リアクター、MOF、粘土膜、高温シー

ル材、ガスバリア、水素タンク、粘土膜、

耐熱性、難燃性、ゼオライト、水熱合成、

パラジウム膜、ゼオライト膜、メンブレ

ンリアクター、膜反応、分離機能、膜透

過機能、層状珪酸塩、構造解析 

 

④【ナノ材料研究部門】 
（Nanomaterials Research Institute） 

（存続期間：2015.4.1～） 

 

研究部門長：佐々木 毅 

副研究部門長：川口 建二 

首席研究員：片浦 弘道、末永 和知 

総括研究主幹：原 重樹、井上 貴仁 

 

所在地：つくば中央第第五 

人 員：47名（47名） 

経 費：871,751千円（401,027千円） 

 

概 要： 

1．研究ユニットのミッション 

 新素材を実用化するための技術開発を通じて、素

材産業や化学産業への技術的貢献を目指すために、

当部門では、ナノ材料の実用化へ向けて、カーボン

ナノチューブやグラフェンといったナノカーボン材

料、ナノ粒子やナノ薄膜などのナノ材料の開発とそ

の用途開拓を推進すると共に、高度な計測・加工技

術を利用した材料開発を進めナノ材料の産業化へ大

きく貢献することをミッションとする。 

2．研究ユニットの研究開発の方針 

 ナノ材料研究部門では、以下の3つの戦略課題に

加えて、平成29年度からは健康の維持や増進に関

わる新たな戦略課題を設定して、実用化へ向けた

TRL を意識したマイルストーンを設けて次の研究

を推進する。 

1）ナノカーボン・デバイス材料の製造および応用技

術の開発 

 ナノカーボン・デバイスを実現させるために、高

品質グラフェン合成のためのプラズマ CVD 技術の

開発ならびに透明導電フィルム作製技術の開発を進

めると共に、eDIPS 法による CNT 製造技術、カラ

ムクロマト法や ELF 法など種々の金属半導体分離

およびカイラル分離技術などの高度化を進める。ま

た、開発したナノカーボン・デバイス材料のデバイ

ス実証および用途探索を行う。 

2）低次元ナノ複合体による物質・エネルギー有効利

用技術の開発 

 配位高分子をはじめとする複合ナノ粒子と、有機

材料複合膜をコア材料と位置づけ、物質・熱・光な

どを吸収し、必要な時期に、必要に応じて形態を変

換し、放出する材料の開発を進める。ここでは特に

エネルギーキャリア及び有用／有害物質を適切に回

収することのできる材料および高効率熱電変換薄膜

材料や、ナノ粒子の効果的な利用技術を開発する。 

3）高度計測およびナノ加工・界面制御技術の開発 

 ナノレベルの構造・元素解析のための電子顕微鏡

をはじめとする各種の高度計測技術を用い、材料に

おける界面状態や物性を評価し、ナノ材料に必要と

される物性・構造・高機能化に資する知見を得る。

更に、プラズマやマイクロ波を用いて、材料のナノ

加工技術を開発し、異分野融合型の安心・安全・快

適な社会に必要とされるデバイス開発を目指す。 

4）ナノバイオ材料の健康増進に向けた応用技術の開

発 

 ナノチューブやナノ粒子をはじめ、酵素、糖鎖な

どのナノバイオ材料を活用して、生体機能の改善や

計測などに応用するために必要となるナノバイオ材

料の構造や表面・界面の制御技術の高度化を図ると

共に、生理活性物質等を検知、輸送することが可能

なセンサデバイス、デリバリーシステム等を開発す

る。 

3．中長期目標・計画を達成するための方策 

 これまでの成果を基に、企業との連携を進めて橋

渡し研究を推進すると共に次の研究シーズを創出す

るための目的基礎研究についても、これらを研究開

発駆動の両輪として推進・展開していく。 

 特に、企業との連携を模索するために、研究グル

ープや接着・界面現象研究ラボ、研究部門で運営し

ているグラフェンコンソーシアムなどの産総研コン

ソーシアム等の組織を活用して連携研究のマーケテ

ィングを行う。また、積極的に大型プロジェクトの

立案に関わると共にプロジェクトへの参画を通じて

研究拠点の構築を進めるなどして、目的基礎研究か

ら企業への橋渡し研究にシームレスにつなぐことが

できるように組織的な研究マネージメントを強化す

る。 

 また、研究領域が行う、萌芽研究プロジェクトの

みならず、科学研究費補助金や科学技術振興機構が

実施する研究助成制度へも積極的に応募して、研究

シーズを開拓するとともに、インパクトファクター

付論文発表等の成果発信にも努める。 

4．平成29年度の重点化方針 

 領域において、設定された重点的に推進する課題

のうち、カーボンナノチューブに続く新素材の探索

と開発に関して、高機能二次元材料の創製とその応

用技術の開発を積極的に進める。産総研・東大 先
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端オペランド計測技術オープンイノベーションラボ

ラトリとの連携や企業冠連携ラボ等を活用して目的

基礎から橋渡しへ向けた研究展開を図る。また、環

境変化にアクティブに応答する材料や食糧・水関連

新素材やシステムの開発についても、部門のポテン

シャルを生かした検討を進める。更に、健康増進の

ための材料開発を展開するに当たり、ナノバイオ材

料の応用技術の研究開発を推進する研究グループを

設置して、その研究を強化する。 

 また、特に、ユニットの組織力を強化するために

グループ長の強いリーダーシップのもとグループ内

での連携の強化を図ると共に、研究部門内のグルー

プ間での連携研究についても促進する。更に、アジ

アとの研究機関の連携を強化するためにタイ国の

NANOTECH 研究所とのワークショップを開催し

て更なる連携の進化を図る。 

 さらに、ユニット内の知財について分析を行うな

どして企業との連携研究に繋がるよう知財活用の強

化を図る。 

 

発 表：誌上発表130件、口頭発表244件、その他25件 

--------------------------------------------------------------------------- 

CNT 機能制御研究グループ 

（CNT Function Control Group） 

研究グループ長：斎藤 毅 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 カーボンナノチューブ（CNT）は、1次元材料とし

て知られているものの中でも極めて微細で且つ化学的

に安定な、いわゆる“究極材料”である。優れた電気

的・半導体的・熱的な特性を有し、さらにクラーク数

が大きい元素（ユビキタス元素）である炭素から構成

されるため環境調和性も高い。CNT は現行材料では

実現困難な屈曲性や可撓性を有する透明導電膜や半導

体材料等として、フレキシブルデバイス等の幅広い応

用分野における実用化が期待されている。 そこで当

グループでは、CNT の優れた特性を生かした各種デ

バイス応用の開発を目指して、①合成技術、分離技術

などの CNT 材料製造技術、②CNT を利用した素材

（薄膜、線材、複合材料など）を加工・製造するため

の種々の技術を開発し、CNT 産業応用の基礎的基盤

を確立するとともに、③各種 CNT デバイス応用に関

する技術開発など応用展開のための探索的研究開発も

併せて行う。得られた成果の学会発表や論文発表・広

報活動を行い、さらに技術移転などの橋渡し活動をは

じめとする産学官での連携・共同研究推進を通じて、

社会的ニーズが高い省資源・低コスト製造プロセス等

に資する研究開発を行い、最終的に CNT の実用化達

成を目指す。 

研究テーマ：テーマ題目1 

炭素系薄膜材料グループ 

（Carbon-Based Thin Film Materials Group） 

研究グループ長：長谷川 雅考 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 グラフェンおよびナノ結晶ダイヤモンド薄膜（ナノ

ダイヤ薄膜）を中心とした新しい炭素系材料の薄膜形

成技術を開発する。さらに構造、物性、機能等の評価

技術を合わせて開発し、真に工業的に魅力ある特性を

利用可能な形で引き出すための研究開発を実施する。

これらにより、機械的、化学的、電気的、熱的、光学

的な機能に優れ、環境に適合する炭素系薄膜材料を用

いた用途開発に貢献することを目的としている。独自

開発のプラズマを利用した気相化学蒸着法（CVD）

をベースに、高品質なグラフェンの大面積・高速形成

技術を開発するとともに、ロールツーロール合成法な

どの実用化に必須となる量産技術へと発展させる。さ

らに転写法など原子層膜のハンドリング技術を確立す

ることにより材料本来の魅力ある特性を存分に引き出

し、特徴ある用途へと結びつける。 

研究テーマ：テーマ題目1 

 

ナノ粒子機能設計グループ 

（Nanoparticle Functional Design Group） 

研究グループ長：川本 徹 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 当グループでは、多孔性配位高分子をはじめとする

機能材料をナノ粒子化し、材料の有する機能の改良及

び新機能の発現を実現することで、有害・有用物質回

収などの資源・エネルギー技術を確立することを目的

としている。その目的のため、（1）多孔性配位高分

子などのナノ粒子化技術の研究開発、（2）ナノ粒子

を利用した有害・有用物質回収技術の研究開発、（3）

ナノ粒子を用いた電気化学素子による資源・エネルギ

ー技術の研究開発を進めている。（1）は、プルシア

ンブルー型錯体や金属有機構造体のナノ粒子をマイク

ロミキサーなどの手法を用いナノ粒子化を行うととも

に、組成制御なども行う。（2）は特に放射性セシウ

ム、アンモニアなどの回収技術の開発を進め、農業用

途への展開を進めている。（3）はエレクトロクロミ

ック素子を利用した調光ガラス技術の研究開発を行っ

ている。 

研究テーマ：テーマ題目2 

 

ナノ粒子構造設計グループ 

（Nanoparticle Structural Design Group） 

研究グループ長：清水 禎樹 

（つくば中央第5） 

概 要： 
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 当グループは、形態・寸法・結晶性に代表される構

造が精密に制御されたナノ粒子やナノシートの合成を

目指し、急激気相酸化、液中レーザー照射、マイクロ

波照射、超臨界、プラズマ照射、液中酸化などで創出

される特殊な反応場を利用した合成プロセス技術を開

発している。各技術の強みを活かして合成される、金

属―酸化物ハイブリッドナノ粒子、サブミクロン球状

粒子、立方体状ナノ粒子、二次元単層シートなどの実

用化に向けて、精密に構造制御するためのプロセス技

術高度化に取り組む。更に、デバイス化に向けた検証

や、実用化で求められる量の粒子合成に向けた粒子生

産効率向上のための研究開発に取り組む。 

研究テーマ：テーマ題目2 

 

ナノ薄膜デバイスグループ 

（Nanofilm Devices Group） 

研究グループ長：石田 敬雄 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 当グループでは、有機材料において世界最高レベル

の熱電変換性能を達成してきた技術ポテンシャルを基

に、省エネルギーに資する熱電変換材料など、エネル

ギー変換薄膜デバイスの応用をめざし、分子性薄膜や

高分子薄膜のナノスケールの構造制御や CNT などと

のハイブリッド化により、高性能な薄膜デバイスおよ

びデバイス材料の創出を目指している。具体的には1）

ナノ高分子薄膜の熱電変換デバイス、熱化学電池、ク

ロミックデバイス等、機能性デバイスへの応用研究；

2）分子性薄膜の太陽電池など機能性デバイス応用研

究；3）省エネルギーに資するナノ薄膜デバイス設計

指針の理論的な提案と解析に取り組んでいる。 

研究テーマ：テーマ題目2 

 

ナノバイオ材料応用グループ 

（Nanobio Materials and Devices Group） 

研究グループ長：平塚 淳典 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 ナノスケールの無機、有機、バイオ材料の、単独あ

るいは複合、コンポジットによるナノバイオ材料の開

発とその応用技術を開発する。具体的には有機・無機

ナノチューブやナノ粒子、酵素や糖鎖等の基盤技術を

開発し、これらナノ材料とバイオ材料を組み合わせた、

またはこれらを高度化したシステム、デバイス開発を

行う。 

 基盤技術開発として、再生医療用素材、DDS 用ナ

ノ薄膜・粒子の開発を目的とした、リン酸カルシウム

のナノコンポジットを開発する。また機能性化粧品、

貼付・装着型薬剤徐放デバイスなどの開発を目的とし

た、刺激応答性ナノカプセルを開発する。さらに生

体・食品・環境・災害用対策用バイオセンサ、バイオ

燃料電池の開発を目的とした、生体素子・ナノ材料複

合素子を開発する。 

 応用技術開発として、美容・健康・医療での診断や

機能改善、食品衛生・環境保全・安全社会実現のため

のツール等応用技術開発を目的とした、薬物輸送等デ

リバリーシステム、高度医用材料、高機能化成品、生

体・環境計測用センサデバイス等を開発する。 

研究テーマ：テーマ題目4 

 

ナノ界面計測研究グループ 

（Nanoscale Interface Characterization Group） 

研究グループ長：久保 利隆 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 ナノ材料の開発において、その構造・物性・機能を

明らかにするための高度計測技術の重要性は高い。今

日、材料開発だけでなく、そのデバイス応用に向けた

複合化・システム化の各段階においては、ナノ加工技

術や異種界面制御技術の確立も必要不可欠となってい

る。これらの要素技術を積み上げ、先端計測技術開発、

ナノ材料の精密加工制御をおこない、社会に必要とさ

れるデバイス開発を目指す。具体的には、産総研の目

指す橋渡し事業を進めるため、計測・加工・界面制御

の分野から貢献をする。そのためには、我々の持つポ

テンシャルをさらに高め、「（1）高度計測技術開発と

その材料評価への適応」を進める。ナノレベルの構

造・元素解析のための電子顕微鏡をはじめとする各種

顕微鏡や和周波発生分光法等の各種分光装置を用い、

材料における界面状態や物性を評価し、そこから得ら

れるデータから、ナノ材料に必要とされる物性・構

造・高機能化に資する知見を得る。また出口実用を見

据えたナノ材料のシステム化・デバイス化を行うため、

同時進行で、「（2）ナノ加工技術・異種界面制御技術

開発」を進める。（1）の項目と密接に連携をし、ナ

ノ材料の持つ機能性発現メカニズムを解明しながら、

プラズマやマイクロ波を用いて、材料の持つ物性や構

造を制御し、目標とする材料になるよう作り込みを行

う。また一部にスマートセンシング技術を融合させる

事により、異分野融合型の安心・安全・快適な社会に

必要とされるデバイス開発を目指す。 

研究テーマ：テーマ題目3 

 

電子顕微鏡グループ 

（Electron Microscopy Group） 

研究グループ長：末永 和知 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 当グループでは、電子顕微鏡技術を用いた計測技術

のさらなる高機能化・高性能化の実現を目指すととも
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に、計測評価技術によって社会のニーズに応える情報

をフィードバックする。界面での原子レベル解析が求

められる接着の原理や剥離の化学機構の本質を微細構

造評価技術により解明し、素材および製品開発に反映

する研究を進める。一方、計測技術の開発においては、

低次元物質、原子や分子などの挙動を高速・高感度で

捉えるための最先端計測評価技術を開発する。特に、

従来の電子顕微鏡よりも低加速、高分解能、高感度な

イメージングとその電子状態解析技術を生かし、形態、

界面、欠陥などの構造情報や組成、元素分布、化学結

合情報を原子レベルで解析し、物質の機能や科学現象

の解明に貢献する。これら評価技術を駆使したナノス

ペース科学の構築とそれを制御した新機能発現とその

応用を目指した研究開発を行う。また電子顕微鏡内で

の化学反応の素過程の観察や単分子の構造解析など、

化学・生物分野への電子顕微鏡解析手法の展開を図る。

新しい収差補正技術の確立、単色化技術の応用および

新規電子顕微鏡法を開発するとともに、試料作製技術

などの発展にも貢献する。 

研究テーマ：テーマ題目3 

--------------------------------------------------------------------------- 

［テーマ題目1］ナノカーボン・デバイス材料の製造お

よび応用技術の開発 

［研究代表者］斎藤 毅（CNT 機能制御グループ長） 

 長谷川 雅考（炭素系薄膜材料グループ

長） 

［研究担当者］斎藤 毅、片浦 弘道、田中 丈士、 

丹下 将克、平野 篤、都 英次郎、 

桒原 有紀、魏 小均、王 国偉、 

于 躍、和田 百代、都築 真由美、 

久保田 真理子、周 波、今井 裕恵、

浅野 敏、杉木 誠、杉田 知子、 

田山 雄一、米山 美幸、渡邊 律、 

小林 明美、吉田 咲千子、 

長谷川 雅考、水谷 亘、山田 貴壽、 

沖川 侑揮、川木俊輔、川田和則 

（常勤職員12名、他18名） 

［研 究 内 容］ 

 ナノカーボン・デバイスを実現させるために、高品質

グラフェン合成のためのプラズマ CVD 技術の開発なら

びに透明導電フィルム作製技術の開発を進めると共に、

eDIPS 法による CNT 製造技術、カラムクロマト法や

ELF 法など種々の金属半導体分離およびカイラル分離

技術などの高度化、他材料と CNT との複合材料化など

の融合領域研究を進める。また、開発したナノカーボ

ン・デバイス材料のデバイス実証および用途探索を行う。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］グラフェン、カーボンナノチューブ、プ

ラズマ CVD、透明導電フィルム 

 

［テーマ題目2］低次元ナノ複合体による物質・エネル

ギー有効利用技術の開発 

［研究代表者］川本 徹（ナノ粒子機能設計グループ長） 

 清水 禎樹（ナノ粒子構造設計グループ

長） 

 石田 敬雄（ナノ薄膜デバイスグループ

長） 

［研究担当者］川本 徹、田嶌 一樹、田中 寿、 

中村 徹、南 公隆、高橋 顕、

Parajuli Durga、渡邊 浩、野田 恵子、

杉山 泰、川上 正美、桜井 孝二、 

塩見 亜紀子、高村 智恵子、 

西野 瑞香、道川 健、樋渡 武彦 

 清水 禎樹、石川 善恵、古賀 健司、

杉山 順一、畠山 一翔、伯田 幸也、

佐藤 千佳、森住 真紀、石田 敬雄、

関 和彦、桐原 和大、土原 健治、 

向田 雅一、衛 慶碩、鈴木洋一 

 （常勤職員19名、他13名） 

［研 究 内 容］ 

 配位高分子をはじめとする複合ナノ粒子と、有機材料

複合膜をコア材料と位置づけ、物質・熱・光などを吸収

し、必要な時期に、必要に応じて形態を変換し、放出す

る材料の開発を進める。ここでは特にエネルギーキャリ

ア及び有用／有害物質を適切に回収することのできる材

料および高効率熱電変換薄膜材料や、ナノ粒子の効果的

な利用技術を開発する。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］プルシアンブルー、吸着、調光ガラス、

ナノ粒子、液中レーザー、微小プラズマ、

超臨界流体、気相熱酸化、ナノコンポジ

ット、表面処理、複合材料、生体活性材

料、導電性高分子、熱電変換、光触媒、

色素増感太陽電池、熱化学電池 

 

［テーマ題目3］高度計測およびナノ加工・界面制御技

術の開発 

［研究代表者］久保 利隆（研究グループ長） 

末永 和知（首席研究員・電子顕微鏡

研究グループ長） 

［研究担当者］久保 利隆、清水 哲夫、宮前 孝行、 

宮脇 淳、阪東 恭子、末永 和知、 

越野 雅至、堀内 伸、佐藤 雄太、 

千賀 亮典、Yung-Chan Lin、 

（常勤職員11名、他38名） 

［研 究 内 容］ 

ナノレベルの構造・元素解析のための電子顕微鏡をは

じめとする各種の高度計測技術を用い、材料における界

面状態や物性を評価し、ナノ材料に必要とされる物性・

構造・高機能化に資する知見を得る。更に、プラズマや
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マイクロ波を用いて、材料のナノ加工技術を開発し、異

分野融合型の安心・安全・快適な社会に必要とされるデ

バイス開発を目指す。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］電子顕微鏡、走査トンネル顕微鏡、和周

波発生分光法、放射光、炭素系ナノ材料、

プラズマ加工技術、接着、密着 

透過電子顕微鏡、電子エネルギー損失分

光 

 

［テーマ題目4］ナノバイオ材料の健康増進に向けた応

用技術の開発 

［研究代表者］平塚 淳典（研究グループ長） 

［研究担当者］大矢根 綾子、中村 真紀、坂巻 育子、

荒木 裕子、黒岩 輝代子、亀田 直弘、

岡崎 朝美、丁 武孝、Wu Dongwei、

鵜沢 浩隆、田中 大輝、平塚 淳典、

折原 耕平、辻 勝巳、岩佐 尚徳 

（常勤職員6名、他9名） 

［研 究 内 容］ 

ナノチューブやナノ粒子をはじめ、酵素、糖鎖などの

ナノバイオ材料を活用して、生体機能の改善や計測など

に応用するために必要となるナノバイオ材料の構造や表

面・界面の制御技術の高度化を図ると共に、生理活性物

質等を検知、輸送することが可能なセンサデバイス、デ

リバリーシステム等を開発する。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］生体・環境モニタリング、診断・治療、

食中毒・災害対応、生活密着素材、バイ

オセンサ、リン酸カルシウム、再生医療、

ドラッグデリバリーシステム、ナノカプ

セル、高機能日用品（化粧品・肥料・塗

料）、酵素、糖鎖 

 

⑤【無機機能材料研究部門】 

（Inorganic Functional Materials Research Institute） 

（存続期間：2015.4.1～） 

 

研究部門長：淡野 正信 

副研究部門長：松原 一郎、藤代 芳伸 

総括研究主幹：加藤 且也 

 

所在地：中部センター、関西センター 

人 員：54名（54名） 

経 費：689,245千円（304,011千円） 

 

概 要： 

 我が国の製造産業は、二酸化炭素排出量の削減、資

源制約の緩和、高付加価値製品の開発、製品開発のス

ピードアップ、エネルギー・環境関連製品の製造力強

化、メンテナンス・アフターサービスの強化、少子高

齢化の中での技術技能の継承等の課題に直面している。 

 当研究部門では、領域ミッションにおける、新素材

を実用化するための技術開発として、新たなものづく

り技術を牽引する無機系機能材料の高度化と橋渡し研

究の積極的な推進に注力する。そのために、無機系新

素材の創製とスケールアップ製造技術及び部材化技術

を開発し、耐環境性および信頼性に優れた各種の産業

部材を提供する。 

 具体的には、第4期の研究開発の方向として、＜1

＞新機能粉体の創成及びそのスケールアップ製造技術

を開発する。それにより、新機能粉体の実用化を実現

する。また、＜2＞新素材のバルク組織化技術を開発

する。それにより、耐環境性及び信頼性に優れたエネ

ルギー・環境部材やヘルスケア部材を提供する。 

これらの中長期目標・計画を達成するために、以下の

3つの戦略課題を設定し推進する。 

① 無機系新機能粉体合成と高効率製造技術の開発 

 セラミックスや金属等の無機系新素材（機能粉体

等）を主対象とし、新機能を発現・付与するための

メカニズムの実証、合成技術の確立、量産化技術の

開発により、実用化を図る。 

② 高次機能部材化及び集積技術の開発 

 セラミックス粒子材料による構造制御や高機能集

積化を行い、無機材料の特徴である高温対応の機能

性部材を創製し、エネルギー・環境関連のデバイス

の耐環境性と信頼性を向上させ、光エネルギーを利

用した高次機能化のための基盤技術を開発する。 

③ 機能融合部材化技術の開発 

 ガラス材料やハイブリッド材料を主対象とし、部

材化に必要な精密成型、高度加工による形状賦与技

術の確立、最適材料の組み合わせ技術、材料界面の

制御技術、材料複合化プロセスの構築により、実用

化レベルの部材創成と高度利用のための基盤技術を

開発する。 

 新たなものづくり技術を牽引する無機機能材料に関

して、平成29年度は以下の研究開発を重点的に推進

した。特に、新たな無機機能材料技術の開発を最重点

課題として、その展開を強力に推進するために、材料

関連の民間企業との連携での集中研究体制や公的資金

研究でのプロジェクト推進体制の構築を図った。 

 橋渡し研究（前期）として、コンパクトハイパワー

燃料電池部材の開発展開として、改質触媒機能を有す

るナノ構造マイクロ SOFC 電極材料の実現し、産業

用ドロー向けの電源技術への展開をスタートした。ま

た、ガラス成型の基盤となる物性測定技術を中心とし

たガラスの科学の普及と情報交換を容易にする為に、

ガラス物性測定コンソーシアムを設置した。 

 橋渡し研究（後期）へ向けた取り組みとして、多孔

質シリカを出発して得られる近紫外光励起蛍光シリカ
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での波長変換材料（ダウンコンバージョン）を化学メ

ーカーにて製品化した。また、企業での全固体電池開

発に必要な部材供給への要望に応える為、次世代蓄電

池用セラミック電解質基板の量産プロセス適合技術の

開発として、酸化物系リチウムイオン電導セラミック

ス電解質の合成スケールアップ手法の検討と、製造メ

ーカーとの連携を加速した。 

 目的基礎研究の推進として、有機助剤を添加した噴

霧乾燥プロセスにより、世界最高の945 m2/g の高表

面積を有するメソポーラスアルミナ粉体の合成を実現

した。さらに、迅速乾燥キャスト法によって作製した

固体を用い、近赤外光照射による可視光のアップコン

バージョン発光を得ることに成功（量子収率0.7 %程

度）した。 

戦略課題：  

・「無機系新機能粉体合成と高効率製造技術の開発」 

・「高次機能部材化及び集積技術の開発」 

・「機能融合部材化技術の開発」 

萌芽研究： 

・「低温溶融プロセスを用いた無機ガラスの開発およ

び材料特性評価」 

・「複数の革新的無機機能材料を融合したデバイス化

技術開発」 

・「電気化学自己組織化反応を活用する高選択性

SMACTIVE 電極作製技術に向けた基盤研究」 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金： 

・「陶磁器製洋食器の食器洗浄に対する耐久性試験法」 

 

外部資金： 

経済産業省中小企業庁 

戦略的基盤技術高度化支援事業（サポイン事業） 

・「単一の測定装置による熱電3物性値の同時計測可

能な方法の開発」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

（NEDO） 

エネルギー・環境新技術先導プログラム 

・「ナノクリスタルエンジニアリングによる材料・デ

バイス革新」 

・「超高変換効率新規プロトン導電デバイスの開発」 

・「精密制御技術を駆使した脱硝触媒の高度利用技術

開発」 

戦略的イノベーション創造プログラム（SIP） 

・「革新的設計生産技術／ガラス部材の先端的加工技

術開発」 

次世代人工頭脳・ロボット中核技術開発 

・「革新的ロボット要素技術分野／可塑化 PVC ゲル

を用いたウエアラブルロボット用ソフトアクチュエ

ータの研究開発」 

独立行政法人日本学術振興会（JSPS） 

科学研究費助成事業（科研費） 

新学術領域研究（研究領域提案型） 

・「原子層の量子物性測定と新規物性探索」 

・「理論と実験の協奏的アプローチによる複合スピン

励起子変換制御」 

基盤研究(A) 

・「マルチラジカル性を有する開殻超分子系の光磁気

機能物質の創成」 

基盤研究(B) 

・「全固体電池における力学・電気・化学的因子相互

作用機構の解明とその応用」 

・「リチウムの循環利用による環境調和型白金族回収

システムの構築」 

・「呼気ガスセンシングによる病状診断と予測アルゴ

リズム開発」 

・「自己センシング高分子人工筋肉の開発と物理原理

に基づく制御指向モデリング」 

基盤研究(C) 

・「シート構造を有するメソポーラスシリカの創製と

その応用に関する研究」 

・「DNA 由来高分子を利用した高分子アクチュエー

タの創製」 

・「空中駆動する透明導電性高分子・ナノカーボンハ

イブリッドアクチュエータの研究」 

若手研究(A) 

・「ns2型発光中心を含有したガラス蛍光体における

局所構造と発光特性の制御」 

若手研究(B) 

・「高分子ロボットカテーテルシステムの開発」 

・「両イオン伝導体を用いた高効率メタン発電用固体

酸化物形燃料電池の開発」 

・「ガラス構造と内部応力を利用した結晶化ガラスエ

ンジニアリングの構築」 

・「次世代圧電デバイスに向けた単結晶ナノキューブ

コンポジット三次元配列集積体の開発」 

 

独立行政法人科学技術振興機構（JST） 

戦略的創造研究推進事業 

CREST 

・「新規固体酸化物形共電解反応セルを用いた革新的

エネルギーキャリア合成技術（キャリアファーム共

電解技術）の開発」 

先端的低炭素化研究開発（ALCA） 

・「カルノー効率の60 %に達する廃熱回生熱音響シス

テム／熱音響機関の音場制御とエネルギー変換の実

測」 

・「リチウム空気二次電池の基盤技術開発／セラミッ

クスセパレータ技術の開発」 

研究成果最適展開支援プログラム（A-STEP） 
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シーズ顕在化タイプ 

・「耐熱性-アルミナを用いた高性能 Ni 触媒の開発

応用」 

産業ニーズ対応タイプ 

・「ナノブロック高次秩序化による配向性ナノ構造体

の開発と表面ドーピングによる高機能化」 

・「単結晶ナノキューブの自己組織化を利用した新成

形技術の開発」 

・「レイヤード結晶シェルによる“単一結晶面粒子”

の創製とその超精密機能化」 

静岡県 先端企業育成プロジェクト推進事業 

・「寒冷地用アルコール飲酒検知センサユニットの開

発」 

佐賀県 リーディング企業創出支援事業 

・「次世代蓄電池用セラミック電解質基板の量産プロ

セス適合技術の開発」 

 

発 表：誌上発表134件、口頭発表313件、その他31件 

--------------------------------------------------------------------------- 

テーラードリキッド集積グループ 

（Tailored Liquid Integration Group） 

研究グループ長：伊豆 典哉 

（中部センター） 

概 要：  

今後の高度情報化社会の益々の進展、環境調和型社

会の持続的発展及び高齢化社会における医療福祉技術

のさらなる高度化のためには、電子機器や医療用機器

に対して極めて高性能な電子部材・機能部材が必要と

なる。当研究グループでは、これら部材開発に資する

無機系新機能粉体合成、高効率製造技術開発等の無機

系機能材料の高度化に関する研究を担当する。特に、

溶液化学をベースとし、機能発現ユニットの合成技術、

溶液反応を経由したナノ～マイクロ領域の構造形成技

術、精密構造体の集積化技術等に関する研究開発を実

施し、産業技術基盤と国際競争力の強化を図る。具体

的には、酸化物ナノクリスタルの合成・配列・接合及

び解析・評価に関する基盤技術の開発、誘電／蓄電デ

バイスの高性能化・小型化に向けた単結晶ナノキュー

ブのボトムアップ技術・集積化技術の開発、高分散性

酸化物微粒子を使った構造発色技術の開発、医療用セ

ンサ・エネルギー関連部材に向けた集積化ナノ構造に

関する基盤技術の開発等を実施した。また、多様な外

部機関との連携を通して、開発した材料のバリューチ

ェーン強化や産業応用の可能性を検討した。 

研究テーマ：テーマ題目1 

 

粒子機能化技術研究グループ 

（Particle Functionalization Group） 

研究グループ長：加藤 且也 

（中部センター） 

概 要： 

当研究グループでは、セラミックスを始めとする無

機系粒子の合成・機能化・デバイス化技術を確立し、

安心安全や生活環境改善に資する機能性部材を提案す

ることをミッションとしている。本年度は、「テーマ

1 多孔性無機粒子の合成技術と機能化技術の開発」

及び、「テーマ2 ヘルスケア部材用無機有機ハイブ

リッド粒子の開発と機能解析」に重点を置いて研究を

展開した。テーマ1では、新規に合成したジルコニア

やシリカ粒子の表面処理を行い、タンパク質の吸着特

性について評価を行った。その結果、上記多孔体の粒

子サイズや細孔径がタンパク質の吸着特性に大きく影

響を及ぼすことが明らかとなった。テーマ2では、新

規な無機有機ハイブリッド粒子として、ペプチド鎖と

リン酸カルシウム粒子を混合することで、タンパク質

を選択的に吸着する複合粒子を開発することに成功し

た。またペプチドの種類や量を制御することで、タン

パク質の吸着特性を大きくコントロールすることがで

きる材料であることが分かった。 

研究テーマ：テーマ題目1 

 

電子セラミックスグループ 

（Electroceramics Group） 

研究グループ長：申 ウソク 

（中部センター） 

概 要：  

電子セラミックスを中心とした、耐環境性及び信頼

性に優れたエネルギー・環境部材やヘルスケア部材を

提供するために、新材料によるデバイス開発、デバイ

スを活用したヘルスケア用センシング技術開発、高分

散ナノ粒子の合成から塗膜化及びデバイスまでの開発

における基盤技術を開発するとともに技術の橋渡しに

取り組む。 

平成29年度は、ガスセンサの高性能化及びガス検

知器の応用として、高温動作型のセンサにおいては、

電極デザインを改良した1チップ4素子の高温駆動ガ

スセンサを試作し、高温動作と省電力化を実現した。

また、混成電位型の新しいセンサ技術を開発した。医

療機関との連携では、呼気水素検知器の応用を検証し

た。高性能導電性材料の開発については、熱電材料を

含む導電性材料の開発において、ペロブスカイト型酸

化物の厚膜プロセスを開発し、ガスセンサなどの高温

デバイスに応用した。また、焼結体及びレーザー加熱

プロセスを活用した発電デバイスを試作した。 

研究テーマ：テーマ題目2 

 

機能集積化技術グループ 

（Functional Integration Technology Group） 

研究グループ長：藤代 芳伸 

（中部センター） 
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概 要： 

 高性能且つ用途拡大に繋がるコンパクト・高性能な

固体酸化物形燃料電池や電気化学的な高効率物質変化

が可能なセラミックリアクター、さらには次世代全固

体蓄電デバイス等の実現に向け、エネルギー部材・モ

ジュール製造技術および革新的な材料・製造技術の発

展が必要とされる。このようなセラミックス電気化学

デバイスの飛躍的な性能向上を実現するためには、従

来技術では不可能であった機能を発現する部材構造の

構築を開発し、それらの高度集積構造を造り込むモジ

ュール化技術の開発が不可欠となる。特に、将来スケ

ールアップ化が可能な製造技術を用い、その中で、ナ

ノレベルでのセラミック電極構造制御やイオン伝導性

材料・機能触媒材料等の最適化が重要となる。当研究

グループでは、高度なセラミック集積化プロセス技術

の開発により、次世代型固体酸化物形燃料電池

（SOFC や PCFC）等の電気化学デバイスにおいて、

多燃料利用技術や低温域からの急速起動・停止運転で

の耐久性向上等を目指した研究開発に取り組んでいる。

例えば、マイクロ燃料電池等の接続技術として、高効

率作動に不可欠な2 A/cm2@700 ℃を超える高電流密

度での作動が可能な新規ナノ複合酸化物高性能電極材

料技術を開発し、燃料電池発電や、水と二酸化炭素の

共電解反応で高い性能を実現した。また、液体炭化水

素燃料での直接発電可能なコンパクト燃料電池電源開

発向けの触媒機能付き燃料極材料を開発した。さらに、

低温域で高効率発電・電解が可能なプロトン伝導性セ

ラミックスを活用する新規燃料電池セル製造技術等を

開発した。これらの成果は電動化が進む次世代モビリ

ティやドローン・ロボット等の移動体向けポータブル

分散電源や、高効率発電機技術等の実現に大きく寄与

すると考えられる。 

研究テーマ：テーマ題目2、テーマ題目5、テーマ題目6 

 

物質変換材料グループ 

（Materials for Chemical Transformation Group） 

研究グループ長：木村 辰雄 

（中部センター） 

概 要： 

当研究グループでは、革新的な機能発現と耐環境性

や信頼性を両立させた産業部材の製造技術開発に向け

て、ナノ粒子設計、界面設計、ナノ複合化、精密多孔

化等の各種ナノ構造制御技術を駆使した触媒材料或い

はその利用技術の高度化を推進している。研究テーマ

の方向性や目標は、企業ニーズを意識するとともに、

資源制約や需給ギャップ等の社会情勢の変化を反映さ

せながら、適切かつ柔軟に設定し、触媒作用や吸着現

象を原子・分子レベルで理解、更にはその場観察技術

を組み合わせることで、効果的な機能設計や触媒性能

の最大化を目指している。具体的には、排ガス浄化等

に用いられる触媒材料の高機能化、資源回収に資する

材料等技術開発に関する研究を推進している。 

研究テーマ：テーマ題目3 

 

高機能ガラスグループ 

（Advanced Glass Group） 

研究グループ長：赤井 智子 

（関西センター） 

概 要：  

当グループでは、機能性ガラス及びその先端加工技

術を開発し、電子・情報、エネルギー関連の新規デバ

イスの開発や高性能化を目指している。具体的には、

ガラスの精密プレス成型による新規な光学素子、太陽

電池の高効率化を目指した蛍光ガラス材料、屋外での

夜間光源を目指した高輝度蓄光ガラスなどの各種の機

能性ガラスの開発にとりくんでいる。 

 本年度は、ガラス先端加工技術については、大型モ

ールドの迅速作製技術として切削加工では数ヶ月必要

な金型作製を半導体プロセスを用いて数日で加工する

ことを目的として、深さ25 m、直径約200 m のマ

イクロレンズパターンを、6インチ用の SiC 基板に迅

速に形成する技術を開発した。また、その金型を用い

て成型可能であることを確認した。また、ガラス物性

の情報交換や物性測定についての技術支援等の為のガ

ラス物性測定コンソーシアムを新たに開始した。また、

機能性ガラス材料の開発については、蛍光ガラス材料

の新しい用途展開を目指し、放射線励起発光やアップ

コンバージョン特性を検討した。 

研究テーマ：テーマ題目3、テーマ題目4 

 

機能調和材料グループ 

（Integrated Functional Materials Group) 

研究グループ長：松原 一郎 

（関西センター） 

概 要： 

 本研究グループでは、製膜技術、接合技術の高次構

造材料への集積化を行い、光-エネルギー変換技術な

らびに熱電変換技術により、電気や水素等の高品位エ

ネルギーを産生する部材の創製を行っている。 

 平成29年度は、光－エネルギー変換材料として、

モノリス型シリカ多孔質内への Pt/TiO2の分散担持技

術を検討し、犠牲剤存在下での水分解による水素生成

速度が従来の1.3倍の速度となる水素生成触媒を開発

した。アップコンバージョン材料の開発として、近赤

外光から可視光への変換を目指し、迅速乾燥キャスト

法を適用して固体状態の試料で、近赤外光から可視光

へのアップコンバージョン発光を得ることに成功した。

熱電発電の普及を目指し、高性能熱電モジュール・ユ

ニットの開発として、ヒートパイプを用いる事で、高

い熱流束を熱電素子に導入することができ、600 ℃ま
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での温度域で、空冷による発電出力を高められる技術

を開発した。 

研究テーマ：テーマ題目2 

 

ハイブリッドアクチュエータグループ 

（Hybrid Actuator Group） 

研究グループ長：安積 欣志 

（関西センター） 

概 要：  

本研究グループでは、ナノ粒子と高分子の制御され 

たハイブリッド構造による高性能なアクチュエータ材

料を研究開発し、医療福祉機器を中心とした様々な分

野への応用を行う。すなわち、高分子の軽量性、加工

性にナノ材料の高機能性を兼ね備えた従来にないソフ

トでフレキシブルな高性能アクチュエータあるいはセ

ンサーの開発を行うことで、携帯、ウエアラブルなデ

バイスを開発し、様々な分野への応用を行う。具体的

には、導電性ナノ粒子を高分子に分散したハイブリッ

ド電極によるソフトアクチュエータやセンサーの開発

を進め、マイクロポンプや能動カテーテル・内視鏡な

どの医療デバイスや、触覚デバイス等の新しい情報機

器への応用展開を進める。さらに、これらデバイスの

量産化技術の開発による実用化、あるいは積層などの

大型化技術の開発、また、コントロール回路や構造材

料との一体化技術の開発、さらにナノカーボンによる

軽量電線の開発などにより、ウエアラブルロボットに

よるアシスト技術の開発などを進め、高福祉社会に貢

献する。 

研究テーマ：テーマ題目3 

--------------------------------------------------------------------------- 

［テーマ題目1］無機系新機能粉体合成と高効率製造技

術の開発 

［研究代表者］加藤 一実、伊豆 典哉、加藤 且也 

（理事、テーラードリキッド集積グルー

プ、粒子機能化技術グループ） 

［研究担当者］加藤 一実、伊豆 典哉、安井 久一、

劉 崢、増田 佳丈、三村 憲一、 

髙田 瑶子、加藤 且也、永田 夫久江、

稲垣 雅彦、大橋 優喜、堀内 達郎、

楠本 慶二（常勤職員13名） 

［研 究 内 容］ 

 セラミックスや金属等の無機系新素材（機能粉体等）

を主対象とし、新機能を発現・付与するためのメカニズ

ムの実証、合成技術の確立、量産化技術の開発により、

実用化を図る。 

 平成29年度は、前年度に開始した公的研究開発事業2

件を継続し、高性能誘電体デバイス、蓄電デバイス、自

動車排ガス触媒等のキラーデバイスの実現に向けて、化

学組成、結晶構造、形状、サイズをナノレベルで精密に

制御した単結晶ナノキューブの、個々の粒子の機能の向

上、新たな集積化プロセス、量産したナノキューブの品

質管理に関する基盤技術の開発を推進した。具体的には、

チタン酸バリウムナノキューブにジルコニウムを固溶す

ることにより、既存セラミックスと同様に誘電特性の温

度依存性が低減することを確かめた。また、水層表面に

展開したナノキューブ分散液において、固液界面の制御

を通してナノキューブ単層膜を形成、基板上に転写する

手法を見出し、緻密で高秩序に配列したナノキューブ単

層膜を比較的大面積に集積できることを示した。表面増

強ラマン散乱法により、20 nm サイズのチタン酸バリ

ウムナノキューブ単一粒子が強誘電相であることを確か

めた。さらに、チタン酸ジルコン酸鉛キューブの合成法

にも着手した。他方、共同研究先企業においては、量産

ナノキューブの品質管理に必要なキューブ形状を数値化

するための指標を考案した。 

 コアシェルナノ粒子の開発では、高分散性コアシェル

ナノ粒子及びバイオコアシェルナノ粒子の研究開発を行

った。高分散性コアシェルナノ粒子では、シェルが水や

アルコールに対して親和性が高いため、水やアルコール

への分散性が非常に良好で、かつ、粒度分布が狭いとい

う特長を有する。この粒子については、民間企業と共同

研究を実施し、既に量産化技術を確立しており、当該民

間企業と共に技術マーケティング活動を積極的に行って

いる。樹脂への無機微粒子添加を検討している電機系ユ

ーザー企業に、上記民間企業からサンプル提供・販売を

行ったところ、当該ユーザー企業において絶縁破壊電解

強度の向上が確認され、高分子学会で報告された。また、

新しい展開として、短距離秩序を有するコロイドアモル

ファス集合体を視野に配列化技術・固定化技術の開発に

取り組み、コロイドアモルファス集合体を作製でき、そ

の短距離秩序に由来する構造発色（粒径200 nm では青

色の構造発色、粒径250 nm では緑色の構造発色）を確

認することができた。新しい用途展開への足掛かりがで

き、高分散性コアシェルナノ粒子の事業化に向けて積極

的に研究活動を展開している。 

 バイオコアシェル粒子の開発において、バイオコアシ

ェル粒子の粒径制御技術の開発を目的として、平成29

年度は粒径増大因子の探索について詳細に検討した。そ

の結果として、従来は約30 nm であった粒子径を100 

nm 以上へと増大させることができた。 

 カラム用多孔質粒子の開発について、平成29年度中

に開発した表面処理化シリカ粒子のカラム充填化のため

に造粒方法とリガンドタンパク質の活性向上のための表

面処理方法の最適化を詳細に検討した。造粒方法として、

エバポレータを用いた簡便な手法を取り入れ、回転数や

粉体の前処理条件を検討することで、カラム充填に必要

な約100 m 程度のサイズで粒径を制御することが可能

となった。また造粒体多孔体へのリガンドタンパク質の

活性安定を継続させる固定化は、表面処理として用いる

シランカップリング剤の量が極めて重要であることが明
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らかとなった。作成した最適な構造を持つ造粒体につい

て、カラム充填化を行い、20 フリットを持つ1 mL カ

ラムを完成させた。本カラムを用いて、バイオ医薬品の

分離精製を行った結果、100回のリサイクルが可能な高

性能カラムとして利用が可能であった。今後は、担体の

さらなる低コスト化を目指し、シリカのみならず異なる

酸化物粒子を取り上げ、バイオ医薬品の製造に関わる材

料の開発を進める予定である。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］ナノクリスタル、単結晶ナノキューブ、

チタン酸バリウム、誘電特性、強誘電特

性、表面増強ラマン散乱法、コアシェル

型ナノ粒子、構造色、表面修飾、多孔質、

セラミックス、粒子 

 

［テーマ題目2］高次機能部材化及び集積技術の開発 

［研究代表者］申 ウソク、藤代 芳伸、松原 一郎 

（電子セラミックスグループ、機能集積

化技術グループ、機能調和材料グループ） 

［研究担当者］申 ウソク、藤代 芳伸、松原 一郎、 

伊藤 敏雄、赤松 貴文、鶴田 彰宏、

山口 十志明、濱本 孝一、鷲見 裕史、

島田 寛之、山口 祐貴、櫻井 宏昭、

木内 正人、鎌田 賢司、溝黒 登志子、

ヘック クライレ、村井 健介、 

神 哲郎、石堂 能成、舟橋 良次 

（常勤職員20名） 

［研 究 内 容］ 

 セラミックス粒子材料による構造制御や高機能集積化

を行い、無機材料の特長である高温対応の機能性部材を

創製し、エネルギー・環境関連のデバイスの耐環境性と

信頼性を向上させ、光エネルギーを利用した高次機能化

のための基盤技術を開発する。 

 平成29年度は、燃料電池発電や電解水素製造に活用

可能な高性能電極材料技術、超高効率プロトン伝導性セ

ラミックス電解質を用いたセル化技術、全固体蓄エネデ

バイスのためのイオン伝導性セラミックス材料・構造化

技術、電子セラミックスの機能性ナノ粒子合成及びセン

サデバイス開発技術、光－エネルギー機能化材料創製の

要素技術を開発した。 

 エネルギー・環境関連デバイスとして、固体酸化物形

燃料電池（SOFC）や水と二酸化炭素の共電解セル

（SOEC）において、高電流密度での電気化学反応が可

能な新規構造のナノ複合化電極材料の開発や、新原理で

のプロトン伝導性セラミックス電解質膜を活用する超高

効率燃料電池発電セル製造に向けた基盤研究を進めた。

また、全固体蓄エネデバイスのためのイオン伝導性セラ

ミックス材料・構造化技術においては、酸化物系リチウ

ムイオン伝導性セラミックス材料の3D 構造化薄層を活

用する全固体電池作製に向けたプロセス技術開発を推進

した。 

 センサデバイスの開発においては、呼気検知器を活用

し医療機関において疾患と呼気ガスの相関を実証する応

用研究を進めた。新規センサとして、混成電位型の低温

動作センサを開発した。高温動作型のセンサにおいては、

高温駆動型の複数素子のガスセンサを試作し省電力動作

を確認した。熱電材料を含む導電性材料の開発において

は、酸化物導電性材料の厚膜プロセスを用いて、高温動

作デバイスを試作した。 

 光エネルギー利用高次機能化のための基盤技術開発に

おいては、実環境で使用できる水素生成光触媒の開発と

して、Pt/TiO2を10マイクロメートル級のマクロ孔シリ

カ粒子担持体への担持技術を検討し、1.3倍の水素生成

速度の向上と、モノリス型シリカを用いたデイスク触媒

媒体の試作開発にも成功した。アップコンバージョン材

料の開発として、迅速乾燥キャスト法による製膜技術を

活用し、800 nm 付近の近赤外照射による600 nm 域の

可視光のアップコンバージョン発光が可能な材料の開発

に成功した。熱電材料の研究では、熱電材料の高速合成

を行い、既存の熱電材料の他にシリサイドを中心とした

一連の材料系においての熱電特性を評価することで熱電

材料探索を実施した。また、プロセス技術による熱電性

能向上の可能性とそのメカニズムを解明し、高 ZT 化技

術として塑性変形を伴う焼成技術により、BiSb 合金、

シリサイド、層状コバルト酸化物の熱電性能を向上させ

た。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］燃料電池・電解セル・イオン伝導電気化

学デバイス・デバイス集積化用触媒、 

ガスセンサ、熱電、酵素、酸化チタン、

溶液析出法、ナノ結晶、光触媒 

 

［テーマ題目3］機能融合部材化技術の開発 

［研究代表者］赤井 智子、安積 欣志、多井 豊 

（高機能ガラスグループ、ハイブリッド

アクチュエータグループ、物質変換材料

グループ） 

［研究担当者］赤井 智子、山下 勝、福味 幸平、 

北村 直之、三原 敏行、金高 健二、

篠崎 健二、安積 欣志、清原 健司、 

杉野 卓司、寺澤 直弘、物部 浩達、

堀内 哲也、向 健、多井 豊、 

木村 辰雄、尾崎 利彦、三木 健、 

大橋 文彦、冨田 衷子、粕谷 亮 

（常勤職員21名） 

［研 究 内 容］ 

 機能性ガラス及びその先端加工技術については、電

子・情報、エネルギー関連の新規デバイスの開発や高性

能化を目指している。8インチのマイクロレンズを成型

することを目標として大面積精密成型技術を行っている



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(209) 

が、本年度は6インチ以上のマイクロレンズを PV 精度2 

m 以内で成型する技術を開発した。また、成型に必要

な成型点近傍での粘弾性測定と解析をリン酸塩ガラスに

ついて行った。機能性ガラス材料については、高効率で

発光するシリカガラスの太陽電池への応用を目指して、

青色で励起可能なナノ結晶をポーラスシリカガラスの中

に閉じ込めることに成功した。また酸フッ化物系のガラ

スに Eu3+を添加すると95 %という高い内部量子効率を

有する蛍光ガラスが得られるが、この構造を EXAFS に

より解析した。その結果、このガラスは3次元ランダム

構造にはなく、層状あるいはチャネル状の構造を取って

いることが示唆された。 

 無機有機ハイブリッドアクチュエータ材料について、

その創製と高度化を行った。具体的にはナノカーボンと

イオン液体ゲルの複合電極による電気駆動アクチュエー

タ素子の材料最適化開発と駆動メカニズムの解明、およ

び印刷法などによる大面積化、および積層法のプロセス

開発を進めた。また、イオン導電性高分子を用いたソフ

トアクチュエータによる白内障治療用の医療デバイスの

開発とアクチュエータの逆応答を利用したソフトメカニ

カルセンサーの開発及び応答メカニズムの解明、さらに

ソフト高分子ゲルを用いた新規アクチュエータ材料の創

製を行った。また、ナノカーボンを用いた軽量電線の開

発を企業と共同研究で開始し、高い導電率を持ったナノ

カーボンのファイバーを開発することに成功した。これ

らの開発をベースに、今後さらに新しい無機有機ハイブ

リッドアクチュエータ材料の開発を進め、ウエアラブル

ロボットに適用可能な人工筋肉型高性能ソフトアクチュ

エータの開発を目指す。 

 排ガス浄化触媒の開発に関しては、触媒構造の設計指

針を具現化する触媒調製プロセスの開発等を開始し、粒

径制御した Pd 触媒をアルミナに担持したモデル触媒を

調製することができた。他方、両親媒性有機分子を利用

する多孔化技術を駆使した触媒担体等の精密合成を進め、

世界最高レベルの高表面積メソポーラスアルミナの合成

を可能にした。クリーンエネルギー開発に資する成果と

して、キレート剤で構成元素すべてを化学修飾してアル

ミナ担体上に Ni、La が高分散した水素製造触媒を調製

し、メタンの改質反応で耐カーボン析出性能が大きく改

善できることを確認した。環境に優しい金属資源のリサ

イクル技術としては、リチウムイオン電池模擬材料を乾

式処理して回収した炭酸リチウムを使用しても、試薬を

用いた場合と同様に、白金族との反応から複合酸化物が

生成し、塩酸への溶解が可能であることを確認した。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］ガラス、精密成型、蛍光、ハイブリッド

アクチュエータ、人工筋肉、環境触媒、

改質触媒、触媒調製、高機能化、資源回

収、貴金属溶解 

 

［テーマ題目4］低温溶融プロセスを用いた無機ガラス

の開発および材料特性評価 

［研究代表者］正井 博和（高機能ガラスグループ） 

［研究担当者］正井 博和（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 アモルファス（ガラス）材料は、高い透明性や広い透

過波長性、高い化学的耐久性（優れた耐熱性、耐光性、

あるいは、耐候性）、優れた賦形性（成形加工が容易）

などの特徴を併せ持つユニークな材料である。現在、有

機高分子やシリコーン系ポリマー等が、ガラスの競合材

料として挙げられるが、有機材料では決して達成するこ

とができない、言い換えれば、屈折率、耐熱性、あるい

は紫外域の耐光性・透過性のように無機ガラスのみが到

達可能な特性は確固として存在する。このような特性を

生かした材料展開が今後の研究開発に必要とされると考

えられる。 

 現在の産業界からの要求の1つに、低温溶融可能なオ

ール無機ガラスの開発が挙げられる。これは、主として

昨今の LED 部材に対応可能な新規光学用部材である。

これに関して、研究代表者は、民間企業との共同研究に

より、従来のゾル-ゲル法などの低温合成法でなく、リ

ン酸を用いた液相法を用いて新規無機ガラスの低温での

作製に成功した。ただ、実際のガラスの構造、物性等の

評価は不十分であり、更なる高機能化に向けてその物性

を精査する必要があった。本年度は、ガラス試料におけ

る粘度曲線を測定し、そのガラス転移温度、屈服点、作

業温度を正確に求めた。光学特性に関しては、屈折率の

波長依存性、光学吸収端を求めて、既存の材料との比較

を行った。更に、ヤング率、ポアソン比などといった機

械的特性を評価した。これらの機械的特性は、既存の無

機ガラスと比べるとはるかに小さく、高分子に近い値で

あった。このことは、熱膨張係数が無機ガラスにおいて

は、非常に小さいことと関係があり、本ガラス系の特徴

であるといえる。また、SPring-8における XAFS 実験

により、ガラス中における構成カチオンの局所状態を評

価した。カチオン比が同一のガラスにおいて、溶融法で

作製したガラスと液相法で作製したガラスのカチオンの

局所構造を比較したところ、液相法で作製したガラスに

おいて配位数の減少が見られた。このことは、緩いネッ

トワークが形成されていることを示すものであり、材料

設計の指針の1つになると考えられる。当該研究に関す

るプレスリリース、および NanoTech2018における展

示では多くの反響があった。今後は、新しい組成系の開

拓、および、レーザ等を用いた低融点ガラスの3次元造

形なども検討してゆき、その可能性を拡げていきたいと

考えている。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］ガラス、低融点、液相法 

 

［テーマ題目5］複数の革新的無機機能材料を融合した
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デバイス化技術開発  

［研究代表者］鷲見 裕史（機能集積化技術グループ） 

［研究担当者］鷲見 裕史、山口 祐貴、鶴田 彰宏、 

伊豆 典哉（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 燃料電池は、イオン伝導を担う電解質と、燃料や酸化

剤（空気）をイオン化する2つの電極（燃料極、空気極）

の少なくとも3層から構成される。固体酸化物形燃料電

池（SOFC）では、本格的な研究が開始された1980年

代から長らくの間、電解質にイットリア安定化ジルコニ

ア(YSZ)、燃料極に Ni-YSZ サーメット、空気極に

(La,Sr)MnO3や(La,Sr)(Co,Fe)O3等のペロブスカイト型

導電性セラミックスが用いられてきた。これらの材料は、

化学的安定性や材料両立性、材料間の熱膨張係数の整合

性等を考慮し、性能よりも耐久性を優先して選定されて

いる。現在、SOFC は家庭用コージェネレーションシ

ステム（商品名：エネファーム）として商品化され、9

万時間（約10年）の耐久性が担保されている。しかし、

移動体や可搬電源等、定置用以外の用途で SOFC を用

いる場合には体積あたりの出力密度を向上させる必要が

あり、更なる高性能化が求められる。本研究では、本来

他用途で用いられている機能性セラミックスを SOFC

に適用した時の高性能化の可能性と課題について検討し

た。光学特性の改善に用いられるナノセリアを従来の

Ni-YSZ サーメット燃料極に含浸法にて導入することに

よって、特に LPG 等の炭化水素燃料使用時における触

媒性能および耐久性がともに向上した。ペロブスカイト

型導電性セラミックスの A サイトの La を Ba で置換し

た高性能(Ba,Sr)(Co,Fe)O3(BSCF)空気極に対して産総

研独自の低温焼結技術を適用したところ、BSCF 空気極

と YSZ 電解質間の反応が抑制され、材料両立性が飛躍

的に向上した。また、センサーの配線等で用いられる A

サイト秩序型ペロブスカイト型導電性セラミックス

CaCu3Ru4O12が、空気極内の電気抵抗低減に寄与する

可能性があることを確認した。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］燃料電池、エネルギー効率化、触媒、低

温焼結技術、導電性セラミックス 

 

［テーマ題目6］電気化学自己組織化反応を活用する高

選択性 SMACTIVE 電極作製技術に向け

た基盤研究 

［研究代表者］山口 祐樹（機能集積化技術グループ） 

［研究担当者］山口 祐樹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 固体酸化物形燃料電池や全固体セラミックス二次電池

などの電気化学デバイスにおいて、目的・用途や用いる

ガス・物質の違いによって、それぞれ異なる最適な電極

構造が必要となる。従来では目的や用途に合わせて電極

の構造を設計し作製することで高い性能を持つ電極を得

るが、様々な条件に合わせてそれぞれ電極を作製するこ

とは容易ではない。そのため、任意の構造から最適な構

造へ自発的に変化する電極を作製できれば、それぞれの

デバイスの用途も大きく拡大することが見込める。本研

究ではナノスケールの各種セラミックス粒子が均一に混

合した状態の電極を作製し、そこに電気化学的な反応を

加えることで、もとの電極構造から新しい電極構造へ自

在に変化する電極の作製を目指す。その初期検討として、

NiO と BaZrO3電解質材料が均一かつ微粒子で混合され

たコンポジット焼結体が作製可能かを検討した。微粒子

で均一に混合されたセラミックスコンポジットの焼結体

を作製するためには、互いのセラミックスの反応を抑え、

粒成長を抑制しながら焼結可能な技術が必要となる。本

研究では水酸化物原料と金属酸化物ゲルの酸・塩基反応

を利用し、室温付近で複合酸化物ナノ粉体が得られる技

術を応用して、低温でセラミックスコンポジット焼結体

を作製する技術の開発を目指した。まずは基盤技術の構

築として、プロトン伝導性セラミック材料であるイット

リウム添加ジルコン酸バリウムの低温焼結技術の開発を

試みた。 

 まず、原料となるイットリウム添加ジルコニア含水ゲ

ルを沈殿法によって作製した。このイットリウム添加ジ

ルコニア含水ゲルを、窒素雰囲気下で各種バリウム原料

と乳鉢で混合した。バリウム原料として、無水水酸化バ

リウム、水酸化バリウム一水和物、および水酸化バリウ

ム八水和物を用いた。これらの混合物を加熱可能な一軸

加圧錠剤成形用セルに充填した。これをマントルヒータ

ーで75度に保持し、種々の圧力で加圧しながら1から12

時間保持した。それぞれの原料について10 kN の加圧

で12時間保持して合成した試料の XRD 測定を行ったと

ころ、無水水酸化バリウムとイットリウム添加ジルコニ

ア含水ゲルの沈殿の混合物を原料に用いた試料は、この

条件では目的物質の Y 添加 BaZrO3が形成されていなか

った。これに対して水酸化バリウム一水和物および八水

和物を原料に用いた試料は、目的の BaZrO3が合成可能

であった。しかしながら、水酸化バリウム八水和物を原

料に用いた場合、多量の水が副生成物として生成するた

めに、得られた試料はスラリー状となってしまった。こ

れに対して、水酸化バリウム一水和物を原料に用いた場

合は、バルク状の BaZrO3が得られた。この試料につい

て内部の組織を走査型電子顕微鏡にて観察したところ、

一部では、BaZrO3と思われる粒子がネックを形成し焼

結している様子が観察された。しかしながら、走査型電

子顕微鏡では粒子界面がどのような接合状態であるかを

観察することは難しいため、今後は透過型電子顕微鏡な

どを用いた詳細な検討が必要である。また、一部未反応

の原料や BaCO3などの副生成物の形成も確認され、雰

囲気制御および反応条件の改良が必要であると考えられ

る。今後は、NiO との複合化を行い、電気化学的は反

応による電極構造変化を観察する。 
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［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］燃料電池、二次電池、低温焼結、化学反

応 

 

⑥【構造材料研究部門】 
（Structural Materials Research Institute） 

（存続期間：2015.4.1～） 

 

研究部門長：田澤 真人 

副研究部門長：吉澤 友一 

所在地：中部センター 

人 員：52名（52名） 

経 費：616,011千円（325,423千円） 

 

概 要： 

構造材料研究部門では、省エネルギー社会の構築に

貢献するため、輸送機器の軽量化による輸送エネルギ

ーの削減、住宅やオフィスといった生活環境などにお

ける比較的低い温度領域での熱制御、あるいは、工場

やデバイスなど産業分野で使われる比較的高い温度領

域での熱制御のための材料の研究開発を中心として行

っている。すなわち、1）軽量構造材料などの設計技

術やプロセス技術を活用した輸送機器の軽量化に貢献

する構造部材の開発、ならびに2）さまざまな利用環

境に適した熱制御構造部材の開発を行う。第1の課題

においては、材料創成・加工・評価技術を活用した信

頼性の高い軽量構造部材の開発を行うとともに、実用

化に向けた部材化技術、プロセス技術の開発、信頼性

評価を行い、第2の課題においては、生活環境から工

場までのそれぞれの温度領域で熱エネルギーを制御す

る材料を組織や構造を制御することによって開発する

とともに、実用化に向けた部材化技術、高信頼化技術、

プロセス技術の開発を行う。 

 平成29年度において、重点的に推進したテーマは

下の通り。 

① マグネシウム合金やアルミニウム合金等の軽量金

属、および無機／樹脂複合材料の設計やプロセス

の開発、信頼性技術に関する研究開発を行った。

特にアルミニウム合金並みの特性を有するマグネ

シウム合金の開発、アルミニウム合金の凍結鋳造

型の高度化、電析技術によるバルクナノメタル技

術、マイクロ波を利用したリサイクル炭素繊維の

利用技術の研究を推進した。 

② 日射や熱の透過性を制御する窓材料において、調

光ミラーやサーモクロミックシートなどの研究開発

を推進するとともに、液晶を使った調光材料に関す

る研究を行った。また、高温での熱伝導性や断熱性

など熱制御性に優れたセラミックスの製造・評価に

関する研究開発を進め、セラミックスの3D 造形技

術、セラミックス・金属の接合技術、高気孔率と強

度を両立するセラミックス、高熱伝導率を有するセ

ラミックスの開発を進めた。 

 また、材料研究の基礎をなす表面改質技術、再生

可能資源の代表である木質材料の成形加工法の研究、

材料評価に関する様々な技術の研究開発を進めた。 

--------------------------------------------------------------------------- 

外部資金： 

内閣府総合科学技術・イノベーション会議「戦略的イノ

ベーション創造プログラム（SIP）／革新的設計生産技

術／高付加価値セラミックス造形技術の開発」（管理法

人国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機

構（NEDO）） 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「エネルギー・環境新技術先導プログラム 生物表面模

倣による難付着・低抵抗表面の開発」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「SIP（戦略的イノベーション創造プログラム）／次世

代パワーエレクトロニクス／SiC に関する拠点型共通基

盤技術開発／SiC 次世代パワーエレクトロニクスの統合

的研究開発／③次世代 SiC モジュールの技術開発（高

耐熱部品技術開発）」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「超先端材料超高速開発基盤技術プロジェクト」 

 

静岡県 

「水素可視化シートの低コスト製造技術の開発と高機能

化」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

「種々の改質剤を導入した木質素材への電磁波照射・分

子振動励起による変形能向上と応用」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

「不均一光重合で誘起される液晶／高分子メゾ相分離と

自律配向形成の機構解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

「集合組織制御による高成形性を持つ難燃性マグネシウ

ム合金板材の創製」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

「双晶形成に基づく集合組織変化を活用した易成形性マ

グネシウム合金の創出」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

「コレステリック液晶材料の螺旋構造制御による温度駆

動型調光フィルムの開発」 
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独立行政法人日本学術振興会 

「生体材料インターフェイスにおける末梢概日リズムの

可逆性分子機構の解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

「ミリ波帯における超低損失コンポジット誘電体の材料

設計指針の確立」 

 

国立大学法人京都大学 

「双晶～転位間相互作用の体系化に基づく高加工性マグ

ネシウム合金の創出」 

 

公益財団法人科学技術交流財団 

「竹の流動成形による高音質な薄肉・複雑形状スピーカ

ー振動板の実用化」 

 

公益財団法人名古屋産業振興公社 

戦略的基盤技術高度化支援事業「ロボット摩擦重ね接合

法（FLJ）による金属／CFRP の直接異材接合の製品化

に向けた最適制御を伴う高機能ロボット FLJ システム

の研究開発」 

 

発 表：誌上発表99件、口頭発表185件、その他39件 

--------------------------------------------------------------------------- 

軽量金属設計グループ 

（Light Metal Design Group） 

研究グループ長：千野 靖正 

（中部センター） 

概 要： 

 軽量金属材料の一次成形プロセスに関する研究とし

て、マグネシウム合金の加工熱処理プロセスに関する

研究、マグネシウム合金の信頼性（疲労特性・発火特

性・耐食性）評価に関する研究を主に実施した。 

 マグネシウム合金の加工熱処理プロセスに関する研

究では、産総研で開発した難燃性マグネシウム合金

（Mg-Al-Ca 系合金）を対象として、押出材の高強度

化と高延性を同時に実現するための手法を検討した。

そこでは、H28年度にラボスケールで得られた知見を

スケールアップすることを企業と共同で検討し、複雑

形状部材を試作することに成功した。 

難燃性マグネシウム合金の疲労特性評価に関する研

究では、各種合金（MIG 継手等）の疲労特性を平面

曲げ疲労試験等で評価し、組織（第2相粒子や集合組

織の形成）や継手形状が疲労特性に及ぼす影響を明ら

かにした。発火特性評価に関する研究では、各種難燃

性マグネシウム合金対象として、粉じん爆発特性（下

限界濃度等）を評価し、汎用アルミニウム合金

（A6N01合金）と比較した。さらに、代表的な難燃

性マグネシウム合金押出材を対象として耐食性の評価

を行った。 

研究テーマ：テーマ題目1 

 

軽量部材鋳造技術グループ 

（Light metal casting process Group） 

研究グループ長：尾村 直紀 

（中部センター） 

概 要： 

 アルミニウム合金を中心とした軽量金属材料の高性

能化に資する技術開発として含有水素量の低減および

鋳造組織微細化に取り組んだ。アルミニウム合金の脱

ガス技術開発においては、高強度化を目的として開発

した高亜鉛含有7000系アルミニウム合金を対象とし

て、脱水素処理条件が含有水素量に及ぼす影響を詳細

に調べた。その結果、適切な条件で脱水素処理するこ

とにより、試料中の水素量を0.05 ppm 程度にまで低

減することを可能とした。電磁撹拌プロセスを用いた

鋳造組織微細化技術開発においては、円形断面を有す

る所謂ビレットだけでなく角型断面を有するスラブへ

の適用可能性について検討を行い、断面のアスペクト

比・角部半径などが微細化領域に及ぼす影響を明らか

にした。また、実生産サイズ（φ300 mm 以上）への

適用を進めるうえで必要となる大型コイル設計に必要

となる基礎データの収集を行った。 

新しい産業を創出するための萌芽研究として、電析

プロセスの高度化に取り組み、断続添加法による軽元

素の制御技術を開発した。これにより電析ニッケル中

に均質にホウ素を導入することが可能となり、耐熱性

の向上を達成した。更に、部門の戦略課題を支える共

通基盤技術として、顕微インデンテーション計測シス

テムの研究開発を行うとともに、本システムの実用化

を促進するべく、ベンチャー企業『インデント・プロ

ーブ・テクノロジー株式会社』を創業した。 

研究テーマ：テーマ題目1 

 

無機複合プラスチックグループ 

（Inorganic-based plastics Group） 

研究グループ長：堀田 裕司 

（中部センター） 

概 要： 

 次世代の輸送機器などにおいて、軽量性・高機械特

性、高機能性に優れた軽量構造材料が注目されている。

当研究グループは、機能性に優れたセラミックス、カ

ーボン等の無機材料と軽量性・成形性に優れた樹脂・

プラスチックの異種材料を複合化するためのプロセス

技術及び先進複合材料の創製に関して研究開発を遂行

し、無機材料の特性を最大限に引出した軽量複合材料

の開発および新規な製造プロセス技術の構築に取り組

んでいる。平成29年度は、軽量複合材料として注目

されている炭素繊維強化プラスチック（CFRP）の高

速成形にマイクロ波プロセスを適用するための、成形
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型の開発に取り組んだ。開発成形型は、低熱浸透率、

大型化可能、易加工性の特徴を有し、マイクロ波プロ

セスを CFRP の製造プロセスに適用するための技術

的な構築に近づいた。また、当該プロセスによって、

熱硬化性樹脂と炭素繊維の密着性を促すサイジング剤

がなくても密着性が向上し、機械特性などの物性向上

が引き起こされることを見出した。その科学的根拠を

追求し、マイクロ波照射によって樹脂の硬化収縮が

5 %程度であり、繊維界面の樹脂収縮によって物性向

上が引き起こされることを証明した。現在、マイクロ

波照射装置の設計を検討するため、マイクロ波チャン

バの導波管形状に対する電界分布をシミュレーション

し、製造装置の検討を行っている。また、普及が始ま

っている CFRP の廃棄に対応するため、リサイクル

炭素繊維の評価技術の開発、再 CFRP 化、高付加価

値のマテリアルリサイクルへの検討を進めている。 

研究テーマ：テーマ題目1 

 

光熱制御材料グループ 

（Light and heat control material Group） 

研究グループ長：山田 保誠 

（中部センター） 

概 要： 

 省エネルギー効果の大きい窓ガラス材料として、ガ

スクロミック調光シート・ガラス、ナノ粒子を用いた

サーモクロミックシート、液晶を用いた新規調光ガラ

スの研究を行なった。調光ガラスの研究においては、

マグネシウム・イットリウム合金薄膜を用いた調光ミ

ラーをロール to ロール法を用いて30 cm 幅のフィル

ムに連続成膜する技術を企業と共同で開発した。また、

湿式法で作製する WO3系調光ガラスに関しては、良

好なガスクロミック特性を示す調光膜を常温・大気中

で作製できる前駆体液を開発した。さらに、ポリマー

や金属錯体等を用いた新規なクロミック材料に関して

研究を行い、多色化を進めた。サーモクロミックガラ

スについては、ナノ粒子の特性の更なる向上を行った。

液晶を用いた新規な調光ガラスの研究では、液晶の相

転移を用いた熱応答型光制御素子の特性向上を行った。 

研究テーマ：テーマ題目2 

  

材料表界面グループ 

（Advanced Surface and Interface Chemistry Group） 

研究グループ長：穂積 篤 

（中部センター） 

概 要： 

 当グループは、部門の重要課題の一つである「基盤

的技術開発」の中で、二酸化炭素排出量の削減に貢献

する、物質の流動性を制御する表面改質技術の開発に

取り組んでいる。主として、ウエット／ドライプロセ

スによる各種高機能材料（ハイブリッド材料、層状化

合物、多孔質材料、ポリマーブラシ、有機単分子膜、

オルガノゲル等）創製技術と、それらを利用した動的

濡れ性制御技術に積極的に取り組んでいる。平成29

年度は、最近開発した、自己修復機能と防曇性を兼ね

備えた透明ハイブリッド材料のその他の機能（抗カビ、

抗菌性他）について調査するとともに、課題であった

基材との密着性改善について取り組んだ。基材表面に

有機官能基を導入し、それと反応する添加剤を前駆液

に加えることで、透明ハイブリッド材料と基材との密

着性が大幅に向上した。また、付着抑制材料、SLUG

に注入する反応性／非反応性機能液体を最適化するこ

とで、酸素プラズマ、紫外線を長時間照射した後も表

面機能が自己修復する、これまでにない画期的な超撥

水性材料を開発することに成功した（Langmuir 

2017, 33, 9972−9978）。現在、屋外暴露試験を行って

いるが、2年経過後も性能の劣化は観察されておらず、

極めて優れた耐候性があることを確認している。 

研究テーマ：テーマ題目1、2 

 

循環材料グループ 

（Eco-renewable materials Group） 

研究グループ長：田澤 真人 

（中部センター） 

概 要： 

 住宅等の省エネルギー性と快適性の両立を目指し、

当グループでは新しい建築用素材／部材等の開発に取

り組んでいる。木材や竹などの天然由来素材の、機械

的・化学的機能向上を目的とした各種プロセス技術開

発を進めている。例えば、バルク状の素材に塑性流動

性を付与することで3次元複雑形状加工を可能にする

など、天然由来素材を省エネ型建材の材料として利活

用するための基礎・応用研究を行っている。併せて、

相対湿度60パーセント前後での吸放出挙動に優れた

新規調湿材料の開発と内装建材・空調機器等に応用す

るための技術開発を進めている。 

 平成29年度は、木材や竹の流動成形技術を中心に、

強度や音響特性、耐久性の向上およびそれらの評価・

保証技術の高度化、バラツキを低減する前処理方法の

開発に取り組んだ。また、添加剤を加えずに木質自体

の成形性を向上させる化学修飾技術の開発を継続して

実施した。無機系吸放湿材の研究においては、80 ℃

以上の低温廃熱を用いる革新的蓄熱材として利用する

改良型ハスクレイの開発を企業とともに進めた。 

研究テーマ：テーマ題目2 

 

セラミック機構部材グループ 

（Ceramic structural components Group） 

研究グループ長：近藤 直樹 

（中部センター） 

概 要： 
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 構造用セラミックスを、各種産業の製造装置用部材、

あるいは、熱消費型製造業や熱エネルギー分野でのサ

ーマルマネジメント部材として用いるための製造技術

開発を進めている。 

 セラミック多孔体の開発では、セラミック／樹脂混

合原料の樹脂中に含まれるガスによる発泡を利用して

作製する表層部のみが高密度化されたセラミック多孔

体について、その作製技術の改良を進め、耐火物グレ

ードの粗粒天然原料からの多孔体作製を可能とした。

セラミックスと金属の接合技術の開発では、熱膨張を

制御できる中間層の改良をすすめ、セラミック－アル

ミニウム接合体の信頼性向上を図った。 

 他、粉末積層法によるセラミックスの3次元造形技

術の開発、新規な炭化ケイ素セラミック繊維開発のた

めの基礎検討、セルロースナノファイバーを用いたセ

ラミックス作製プロセスの検討にも取り組んだ。 

研究テーマ：テーマ題目2 

 

セラミック組織制御グループ 

（Ceramic microstructure control Group） 

研究グループ長：日向 秀樹 

（中部センター） 

概 要： 

 高度化・高性能化する製造システムや産業機器を支

えるための中核となる先進構造部材を創製することを

目的として、セラミックスの材料機能を合目的かつ効

率的に部材構造中に付与する材料組織制御技術の開発

を行っている。特にセラミックスが本質的に有する高

い硬度、耐熱性、耐食性、化学的安定性等を部材機能

に取り込んだ高熱伝導部材、高性能多孔体部材、新規

高硬質材料等の開発を目指している。このため、材料

特性を支配する因子を検討するとともに、その因子を

制御するプロセス技術の開発に取り組んでいる。平成

29年度は高熱伝導窒化ケイ素では、微細組織と耐電

圧との関係を明らかにした。高気孔率多孔体では、高

強度化の指針構築を行った。新規高硬質材料の開発で

は不純物の少ない常圧焼結 ZrB2や高熱伝導硬質材の

開発に取り組んだ。また、これらの材料の評価技術開

発や標準化にも取り組んでいる。 

研究テーマ：テーマ題目2 

 

マルチスケール部材評価グループ 

（Multi-Scale Material Evaluation Group） 

研究グループ長：早川 由夫 

（中部センター） 

概 要： 

 効率的な熱制御を実現するための材料・媒体に対す

る計算科学的手法による解析を行った。フィラー分散

材料などのマルチスケールな不均質構造が熱伝導特性

に及ぼす影響を明らかにすることを目的に、ランダム

ウォーク描像に基づく熱伝導・熱拡散現象に関する研

究に取り組んだ。界面における熱拡散現象について粒

子の連続性を担保するための方法論を構築し三次元不

連続媒質中におけるランダムウォークを定式化、その

後、異方的な媒質のランダム分散系への適用拡張を行

った。また、新冷媒の開発に関する研究の一環として、

温室効果の低い新規代替フロンの安定性を裏付けるた

め、フロンの自己分解（爆発）反応の機構解明を行い、

さらに添加物を加えたときの爆発抑制効果を理論化学

的に明らかにした。 

 核磁気共鳴法等の分光学的手法により、物性や材料

機能などの発現機構の解明に取り組んだ。特定のフッ

素系高分子の熱分解過程ではスペクトルではなく緩和

時間が大きく変化することから、ポリマー鎖の切断の

みが起こり、その後の分子間の反応はほとんど起こっ

ていないことを固体 NMR 等により明らかにした。ま

た、金属アルコキシドゾル中での水の運動性や拡散現

象の解析を行い、金属粒子近傍の水の回転運動がゲル

化反応に大きな影響を与えることを見出した。 

 微細気泡水に関する基盤技術開発として、粒子トラ

ッキング法による植物工場養液中の気泡数密度の計測

に取り組み、また、微細気泡水に対する外部からの静

的加圧や脱ガス水との混合による気泡数密度・気泡径

の変化を明らかにした。更に、微細気泡と超音波照射

の併用による洗浄効果を検証し洗浄効率の評価方法を

提案した。 

研究テーマ：テーマ題目1、2 

--------------------------------------------------------------------------- 

［テーマ題目1］輸送機器用の軽量構造材料の開発 

［研究代表者］田澤 真人 

［研究担当者］小林 慶三、兼松 渉、千野 靖正、 

斎藤 尚文、渡津 章、黄 新ショウ、

鈴木 一孝、中津川 勲、尾村 直紀、

宮島 達也、楠森 毅、村上 雄一朗、

松井 功、堀田 裕司、今井 祐介、 

佐藤 公泰、島本 太介、冨永 雄一、

杉本 慶喜、穂積 篤、犬飼 恵一、 

園田 勉、浦田 千尋、佐藤 知哉、 

早川 由夫、柘植 明、西田 雅一、 

辻内 亨、深谷 治彦、丸山 豊 

（常勤職員30名） 

［研 究 内 容］ 

 本テーマでは、省エネルギー社会の構築に貢献する先

進構造材料ならびにその部材化技術を開発して、自動

車・鉄道・航空機などの輸送機器を軽量化するための基

盤技術の構築を目指す。輸送機器の軽量化は、輸送エネ

ルギーの削減・低 CO2社会の実現に直結するテーマで

あるため、基盤となる個々の素材の材料創成・加工・評

価技術を活用しながら、信頼性の高い軽量構造部材の開

発を目指す。さらに、軽量構造材料の実用化に向けては、
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産業界との連携を加速しながら部材化技術、プロセス技

術の開発を行い、製造工程での省エネルギー化や高リサ

イクル性の実現を目指す。具体的には、マグネシウム合

金やアルミニウム合金などの軽量金属材料や炭素繊維強

化プラスチック（CFRP）などの複合材料に対して、材

料設計やプロセス開発、材料の信頼性評価技術の開発を

行い、将来のマルチマテリアル化への展開を視野にいれ

た検討を行う。 

 平成29年度は、実用金属材料の中で最軽量であるマ

グネシウム合金に関して、難燃性マグネシウム合金

（Mg-Al-Ca 系合金）を中心とする展伸材料について、

押出材の高強度化と高延性を同時に実現するための手法

を検討した。そこでは、平成28年度までにラボスケー

ルで得られた知見をスケールアップすることを企業と共

同で検討し、高速車両構体の構造部材を想定した複雑形

状部材を試作することに成功した。また、難燃性マグネ

シウム合金を構造部材として利用する際に必要となる信

頼性データを系統的に取得した。具体的には、各種合金

（MIG 継手等）の疲労特性を平面曲げ疲労試験等で評

価し、産総研が企業と共同で開発した合金（AX92）の

MIG 継手の疲労強度が約50 MPa であることを確認し

た。また、粉塵爆発特性（下限界濃度等）や耐食性の調

査を実施した。粉塵爆発特性に関しては対象物質が微粉

になるとカルシウム添加の効果が少なくなること、耐食

性に関してはアルミ濃度の上昇とともに耐食性が改善す

ることを確認した。 

 汎用の軽量金属材料として知られるアルミニウム合金

については、アルミニウム合金鋳物の品質向上に向けた

溶解・鋳造技術を開発し、その有用性を検証した。高強

度化を目的として開発した高亜鉛含有7000系アルミニ

ウム合金を対象に含有水素量の低減に取り組み、昨年度

までに開発した脱水素処理技術を改良することで、本開

発合金においても含有水素量を0.05 ppm 程度まで低減

することに成功した。また、電磁撹拌プロセスによる鋳

造組織微細化技術を高度化するため、円形断面を有する

ビレットだけでなく角型断面を有するスラブへの適用検

討を行い、断面のアスペクト比が5程度までのスラブに

対して均質微細な組織が得られることを明らかにした。

さらに、アルミニウムのマルチマテリアル化において必

要となる電食対策に関する研究にも着手した。 

 軽量構造材料としての実用化が始まった炭素繊維を樹

脂で複合化した CFRP については、コスト低減を実現

できる CFRP の成形技術の開発を行った。特に、成形

プロセスへマイクロ波を適用することにより短時間で界

面密着性に優れる CFRP を作製できることを明らかに

した。本年度はマイクロ波照射によって密着性が向上す

る科学的根拠を追求した。マイクロ波照射によって炭素

繊維界面の樹脂が5 %程度収縮することを実験的に捉え、

繊維界面の樹脂収縮の方向を制御することによって機械

物性向上が引き起こされることを証明した。さらに、低

熱浸透率、大型化可能、易加工性の特徴を有した成形型

を開発し、マイクロ波プロセスを CFRP の製造プロセ

スに適用するための技術的な構築に近づいた。現在、マ

イクロ波照射装置の設計を検討するため、マイクロ波チ

ャンバの導波管形状に対する電界分布のシミュレーショ

ンを進めている。また、普及が始まっている CFRP の

廃棄に対応するため、リサイクル炭素繊維の評価技術の

開発、再 CFRP 化、高付加価値のマテリアルリサイク

ルへの検討を進めている。特に、マテリアルリサイクル

の検討では、機械特性に寄与できなくなった繊維長の炭

素繊維を用いて、絶縁性・高熱伝導性を有した SiC や

Si3N4の高付加価値フィラーへ変換するための技術を見

出した。 

 研究成果の実用化については、新構造材料技術研究組

合（ISMA）に参画し、民間企業と連携した研究開発を

推進している。また、軽量構造材料に関する産総研の研

究成果を広く社会へ橋渡しするため、「軽量構造材料シ

ンポジウム」を平成29年11月16日に TECH Biz EXPO 

2017（名古屋）の中で開催した。平成29年度は「低炭

素社会に向けたわが国発の軽量構造材料を積極的に活用

するために」と題して、樹脂複合材料である CFRP に

焦点を合わせた講演会を企画し、大変盛況に開催するこ

とができた。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］マグネシウム合金、アルミニウム合金、

炭素繊維強化プラスチック（CFRP）、

難燃性、高強度、晶出物、成形技術、溶

解、電磁攪拌、鋳造、マイクロ波、材料

設計、リサイクル  

 

［テーマ題目2］熱エネルギー制御を高効率化する部材

の開発 

［研究代表者］田澤 真人 

［研究担当者］吉澤 友一、大司 達樹、吉村 和記、

平尾 喜代司、兼松 渉、山田 保誠、

中尾 節男、西澤 かおり、垣内田 洋、

岡田 昌久、胡 致維、重松 一典、 

三木 恒久、前田 雅喜、太田 一徳、

関 雅子、穂積 篤、高尾 泰正、 

犬飼 恵一、園田 勉、浦田 千尋、 

佐藤 知哉、近藤 直樹、長岡 孝明、

堀田 幹則、北 憲一郎、嶋村 彰紘、

日向 秀樹、周 游、宮崎 広行、 

福島 学、古嶋 亮一、松永 知佳、 

早川 由夫、柘植 明、西田 雅一、 

辻内 亨、深谷 治彦、丸山 豊 

（常勤職員40名） 

［研 究 内 容］ 

 減少傾向にある産業部門、運輸部門のエネルギー消費

と比較して、民生部門のエネルギー消費は増大を続けて
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おり、これを抑えることが喫緊の課題となっている。民

生部門のエネルギー消費の中でも冷暖房に消費されるエ

ネルギーは3割程度に達することから、日射や熱の透過

を制御することで、これらを抑制できる省エネルギー建

材の開発に取り組んでいる。冷暖房負荷を大きく低減で

きる窓材料として、多層薄膜を積層した調光ミラーシー

ト、ナノ粒子を分散したサーモクロミックシート等を実

用化するための研究を継続した。また、窓のサッシ部分

の材料を提供するため、木質の「流動成形」という手法

を用いて効率的に木製サッシを製造する技術の開発を継

続した。さらに、表面の濡れ性を制御することで、着氷

雪防止機能、生物付着抑制機能、防曇性を発現するコー

ティング材の開発も行った。 

製造業における消費エネルギーの削減についてもエネ

ルギー・環境問題の両面から極めて重要な課題であり、

これらを支えるための中核となる先進構造部材を創製す

ることを目的として、セラミックスの材料機能を合目的、

かつ、効率的に部材構造中に付与する材料組織制御技術

の開発を行っている。特に、セラミックスが本質的に有

する高い硬度、耐熱性、耐食性、化学的安定性等を部材

機能に取り込んだ高熱伝導部材、高性能多孔体部材、高

耐摩耗性部材等の開発を目指している。このため、材料

特性を支配する因子を検討するとともに、その因子を制

御するプロセス技術の開発に継続的に取り組んだ。高熱

伝導窒化ケイ素材料では、粒径等の微細構造と耐電圧の

関係を明らかにすることに取り組み、多孔体材料では、

気孔の形状、孔径、気孔率などを制御するプロセスの開

発と高強度化のための指針構築、表層部の高密度化プロ

セスの制御性向上とスケールアップを行った。これらの

材料の評価技術開発や標準化にも継続的に取り組み、そ

の製造技術として、セラミックスの3次元造形技術の開

発、さらに、セラミックスと金属材料の接合技術の開発

も行った。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］調光ミラー、ナノ粒子、流動成型、遮熱

性、断熱性、濡れ性制御、多孔体、気孔、

隔壁、断熱、中空ユニット、搬送容器、

蓄熱、溶融塩、耐食性 

 

⑦【触媒化学融合研究センター】 
（Interdisciplinary Research Center for Catalytic 

 Chemistry） 

（存続期間：2015.4.1～2022.3.31） 

 

研究センター長：佐藤 一彦 

副研究センター長：浅川 真澄 

総 括 研 究 主 幹：田村 正則 

総 括 研 究 主 幹：藤谷 忠博 

 

所在地：つくば中央第5 

人 員：36名（36名） 

経 費：648,865千円（248,879千円） 

 

概 要： 

1．ミッション 

 触媒は、化学品製造技術の要であり、グリー

ン・イノベーションを通じた持続可能社会構築に

向けた、キーテクノロジーの一つである。そこで

研究センターでは、持続可能な社会の実現に貢献

する革新的触媒を開発し、基礎化学品並びに機能

性化学品に関する新規製造法の提案をミッション

とする。 

 具体的には、「ケイ素化学技術」「革新的酸化技

術」「官能基変換技術」「製造プロセス技術」の4つ

の戦略課題に取り組む。化学品製造技術は、酸化

技術、還元技術、炭素結合制御技術、官能基変換

技術（機能付加技術）、に大別できる。また、ケイ

素化学技術は、石油化学由来の化学品製造技術と

は別な体系を持つ。当研究センターでは、化学品

製造技術のうちの2つと、ケイ素化学技術、製造プ

ロセス技術に取り組むことで、基礎化学品並びに

機能性化学品製造に適応できる技術を開発する。 

 

2．戦略課題への取り組み 

（1）ケイ素化学技術 

 砂からの有機ケイ素原料製造プロセス、および

有機ケイ素原料からの高機能有機ケイ素部材製造

プロセス技術開発を行い、有機ケイ素材料の性能

向上・新機能発現、大幅なコストダウンの達成を

目指す。主要課題として、シリカからのアルコキ

シシラン合成の高効率化、シロキサン化合物類の

素材分野での用途開発を行う。 

（2）革新的酸化技術 

 酸素や過酸化水素水など、クリーンな酸化剤を

利用した酸化技術について、人工知能研究と連携

した新規触媒の設計、触媒の機能化（反応活性、

選択性、および耐久性の向上）、を通して酸化技

術の拡充・深化を図り、実用的プロセス構築によ

って、多様な高機能化学品製造への展開を進める。

「空気を資源化」する触媒開発を目指して、空気

中の酸素を利用した酸化触媒を見出す。 

（3）官能基変換技術 

 触媒反応による官能基変換・制御・付加技術を

駆使して、セルロースに代表される生物由来原料

や二酸化炭素に代表される難反応性原料および含

ヘテロ元素化合物からの有用化学品合成反応の開

発、および官能基変換技術を応用した高機能部材

開発に取り組む。また、含フッ素精密洗浄剤・溶

剤化合物製造に関わる触媒反応を効率化する。 

（4）製造プロセス技術 
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 固体触媒と触媒固定化技術の研究開発を通じて、

再生可能な有機資源あるいは非在来型資源から基

礎化学品並びに機能性化学品の製造システムを構

築し、環境負荷の低い新規化学工業プロセスの開

発に取り組む。 

--------------------------------------------------------------------------- 

外部資金： 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

有機ケイ素機能性化学品製造プロセス技術開発 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

エネルギー・環境新技術先導プログラム ファインケミ

カルズ製造のためのフロー精密合成の開発 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 プログラム・マネ

ージャー（PM）の育成・活躍推進プログラム キャタ

リストインフォマティクスによる機能性化学品イノベー

ション 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（先端的低炭素化技術開発）（ALCA） 触媒の

表面化学、構造解析と設計 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 新学術領域研究

（研究領域提案型） ファインケミカル合成を指向した

酸素酸化用触媒の開発 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 若手研究（B）触

媒の自己組織化を鍵とする実用的酸化反応の開発 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 若手研究（B）レ

ブリン酸を活用した新規機能性バイオマスプラスチック

の開発 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 基盤研究（C）カ

ルボニル化合物やアミン化合物の sp3炭素－水素結合を

官能基化する新戦略の実践 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 基盤研究（C）ケ

イ素－ケイ素三重結合化合物を基盤とする新規なケイ素

不飽和結合化合物の創製 

 

文部科学省 科学技術人材育成費補助金 卓越研究員事

業 

 

発 表：誌上発表65件、口頭発表175件、その他20件 

--------------------------------------------------------------------------- 

ケイ素化学チーム 

（Silicon Chemistry Team） 

研究チーム長：中島 裕美子 

（つくば中央第5） 

概 要： 

当チームは、有機合成化学、触媒化学、有機金属化

学、錯体化学、ヘテロ元素化学等の有機・無機合成化

学技術を中心とした諸分野のポテンシャルを併せて、

当センターの中核的研究課題の1つである「ケイ素化

学技術」の開発を中心に推進している。具体的には、

1）有機ケイ素機能性化学品のための触媒技術開発、

2）触媒関連基盤技術開発の2つの課題に取り組でい

る。1つ目の課題については、①有機ケイ素原料を現

状より格段に低エネルギー・低コストで製造する革新

的な触媒技術の開発、②高機能有機ケイ素材料開発に

繋がる高度構造制御触媒技術や白金代替触媒技術等に

取り組んでいる。2つ目の課題「触媒関連基盤技術開

発」については、将来の種になるような触媒開発に関

連する有機金属、錯体、ヘテロ元素、材料技術等にお

ける挑戦的なテーマや産総研の独自性の高いテーマに

取り組でいる。  

研究テーマ：テーマ題目1 

 

革新的酸化チーム 

（Innovative Oxidation Team） 

研究チーム長：今 喜裕 

（つくば中央第5） 

概 要： 

当チームでは、有機合成化学・触媒化学・錯体化

学・計算化学・分析化学を基盤技術として、当センタ

ーの戦略課題である「革新的酸化技術」を中心に研究

開発を進めている。すなわち、環境負荷の高い重金属

類が排出されず有機溶媒の使用量を極小化する反応・

プロセス技術を目指し、従来にない高効率且つ高選択

的な触媒を創製し、高機能な化学品を製造でき且つ環

境にやさしい酸化反応などを開発している。具体的に

は、過酸化水素または酸素を用いることで、反応後の

廃棄物が水のみ且つ塩素フリーな方法で酸化し、電子

材料として有用なエポキシやカルボン酸を含む新規機

能性材料を、実用化可能なレベルで製造できる技術を

推進している。また、機械学習やデータ分析を取り入

れた触媒反応の開発や酸化技術に直接的につながる連

続的な官能基変換技術による実践的原料の調製方法の

開発に取り組んでいる。  

研究テーマ：テーマ題目2、テーマ題目3 

 

官能基変換チーム 

（Functional Group Transformation Team） 

研究チーム長：富永 健一 

（つくば中央第5） 

概 要： 

  物質が持つ様々な特性や機能は、その物質を構成す

る分子の骨格と官能基により発現する。それらの骨格
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や官能基を変換したり、新たな官能基を付加すること

により、物質に新たな機能を与え、有用な化学品を合

成することが可能になる。 
  当チームは、触媒反応による官能基変換・制御・付

加技術を駆使して、当センターの中核的課題の一つで

ある「官能基変換技術」の開発に取り組んでいる。具

体的には、（1）生物由来原料からの有用化学品合成、

（2）小分子の付加による機能性化学品合成、および

（3）官能基変換技術を応用した高機能部材開発を進

めている。また、（1）に関する社会実装を推進する

ため、「生物資源と触媒技術に基づく食・薬・材創生

コンソーシアム」を運営している。 

研究テーマ：テーマ題目3 

 

ヘテロ原子化学チーム 

（Heteroatom Chemistry Team） 

研究チーム長：韓 立彪 

（つくば中央第5） 

概 要： 

機能性化合物は、ハイテク産業を支える鍵物質であ

る。当グループでは、ヘテロ元素資源の有効利用とよ

り機能性の高い材料の創出を目指して、リン・イオ

ウ・ケイ素・ホウ素等の各種機能性ヘテロ元素化合物

の省エネルギー・省資源・環境保全型製造法の開発か

ら、含ヘテロ元素機能性材料の試作までの一貫した研

究を行っている。具体的には、触媒手法を用いた機能

性リン化合物・機能性イオウ化合物の高効率合成法の

開発と、リン・イオウ・ホウ素・ケイ素系機能性材料

の開発を行う。 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目3 
 

触媒固定化設計チーム 

（Catalyst Design Team） 

研究チーム長：崔 準哲 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 当チームでは、化学プロセスにおける廃棄物の更な

る低減、エネルギー効率の一層の向上、循環型資源へ

の原材料転換を目指し、その実現のためのキーテクノ

ロジーである触媒の分子・原子レベルでの設計・開発

を行っている。当センターの4つの戦略課題の中の

「官能基変換技術」において、二酸化炭素からの触媒

反応による有用化学品製造技術の開発に取り組んでい

る。また「ケイ素化学技術」に関連して、有機ケイ素

化学品の高効率製造技術の開発を行っている。さらに

「製造プロセス技術」として、分子触媒の固定化技術

や、省資源のための貴金属代替・小量化技術の開発に

取り組んでいる。研究開発のキーワードは、高効率

（高活性、高選択性）、高品質（残留金属低減、ノン

ハロゲン）、低環境負荷（E-ファクター低減）、再生

可能資源（ケイ砂、二酸化炭素）利用等である。 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目3、テーマ題目4 

 

固体触媒チーム 

（Advanced Heterogeneous Catalysis Team） 

研究チーム長：甲村 長利 

（つくば中央第5） 
概 要： 

物質循環型社会の実現のためには、炭素資源、鉱物

資源等、多様な資源の確保とその有効利用が不可欠で

ある。当チームでは、センターの技術目標の一つであ

る「官能基変換技術」および「製造プロセス技術」の

構築を目指し、シェールガス等の非在来型資源や、バ

イオマス等の再生可能資源などから、高効率かつ低環

境負荷で、各種の基礎及び機能性化学品を製造するた

めの触媒による物質変換技術の創出を行っている。具

体的には、有機ケイ素機能性化学品を製造するための

高機能触媒の開発、基礎及び機能性化学品の自在合成

を可能とするフローリアクターに関する基盤技術開発、

機能性化学品製造におけるフロー精密合成用固定化触

媒の開発、シェールガス等の非在来型資源やバイオマ

ス等の再生可能資源の有効利用法の開発、アンモニア

内燃機関において発生する大気汚染物質の低減を目的

とした高機能触媒および触媒プロセスの開発に取り組

んでいる。 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目3、テーマ題目4 

 

フロー化学チーム 

（Flow Chemistry Team） 

研究チーム長：島田 茂 

（つくば中央第5） 

概 要： 

当チームは、有機合成化学、触媒化学、錯体化学等

の有機・無機合成化学技術を中心とした諸分野のポテ

ンシャルを併せて、当センターの中核的研究課題の1

つである「製造プロセス技術」の開発を中心に推進し

ている。ファインケミカルズの製造は、従来主にバッ

チ法により行われてきたが、これをより効率的なフロ

ー法に置き換えることにより、大幅な省エネルギー・

廃棄物削減等を達成することを目指している。具体的

には、ファインケミカルズ製造において使用頻度が高

い反応（炭素－炭素結合生成反応、酸化反応、還元反

応、エステル化・アミド化反応、クロスカップリング

反応等）を中心に、フロー法に適した高効率・高選択

的・長寿命な固体触媒・固定化触媒の開発に取り組ん

でいる。また、ファインケミカルズは多段階の反応に

より製造されるものが大部分であることから、多段階

連続フロー合成の実現を目指している。 

研究テーマ：テーマ題目4 

--------------------------------------------------------------------------- 
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［テーマ題目1］ケイ素化学技術 

［研究代表者］佐藤 一彦（研究センター長） 

［研究担当者］佐藤 一彦、深谷 訓久、島田 茂、 

浅川 真澄、藤谷 忠博、田村 正則、

清水 政男、中島 裕美子、 

五十嵐 正安、松本 和弘、田中 真司、

永縄 友規、佐藤 靖、別部 輝生、 

江口 勝哉、石原 吉満、崔 準哲、 

中村 功、韓 立彪、山下 浩、 

遠藤 明、片岡 祥、上村 佳大、 

崔 隆基、清水 禎樹、Nguen Thuy、 

福島 基夫（常勤職員27名、他25名） 

［研 究 内 容］ 

 シリコーンに代表される有機ケイ素材料は、耐熱性、

耐候性、耐光性、高光透過性、耐寒性、離型性等の様々

な優れた特性を有しており、他の材料では代替できない

材料として極めて広範な分野において利用されている。

しかし、有機ケイ素原料の製造は、高エネルギー消費プ

ロセスであり、また、有機材料に比べ、触媒技術の開発

が大きく遅れており、有機ケイ素材料の性能向上、新機

能発現、コストダウンに大きな余地を残している。そこ

で、本研究開発では、①砂から有機ケイ素原料を低エネ

ルギー低コストで製造する触媒技術、②有機ケイ素原料

から高機能有機ケイ素部材を製造する触媒技術の2つの

研究課題に取り組むことにより、有機ケイ素材料の性能

向上、新機能発現とともにコストダウンを達成すること

を目的としている。 

 平成29年度は、砂等の原料から金属ケイ素を経由せ

ずにアルコキシシランを製造する触媒技術に関して、反

応のスケールアップに取り組み、これまでの小スケール

での検討と同程度収率で目的物を得ることに成功した。

さらに開発した技術について、現行の工業的製造方法に

対する省エネルギー性や二酸化炭素排出削減効果などを

定量的に評価した。また、固体触媒を用いたアルコキシ

シランのアルキルシランへの変換について、流通型反応

器を用いた高温条件での反応について検討を継続した。

高機能有機ケイ素部材を製造する触媒技術のうち、ケイ

素−炭素結合を形成する触媒技術に関しては、工業的に

有用性の高い基質の選択的な合成に有効な触媒を見出し

た。ケイ素−酸素結合を形成する触媒技術に関しては、

構造制御され分子量分散度の小さい、特異なシロキサン

高分子を選択的に合成可能な触媒を開発した。また、ケ

イ素−ケイ素結合形成技術に関しては、高次シランの製

造に有効な触媒について触媒寿命の評価の検討を継続し

て行った。 

［領 域 名］材料・化学  

［キーワード］ケイ素、触媒、シリコン、シリコーン、

機能性材料 

 

［テーマ題目2］革新的酸化技術 

［研究代表者］佐藤 一彦（研究センター長） 

［研究担当者］佐藤 一彦、田村 正則、藤谷 忠博、 

今 喜裕、中村 功、志村 勝也、 

田中 真司、矢田 陽、洪 達超 

（常勤職員9名、他9名） 

［研 究 内 容］ 

 酸化反応は、化学製品製造における最も基本的な変換

反応の一つであり、全化学プロセスの30 %を占めると

言われ、工業的に最重要な反応である。しかし、従来の

酸化反応は、酸化剤に起因する廃棄物によって環境を著

しく汚染させる。今後クリーンな酸化剤を使用すること

による環境低負荷なプロセスへの転換が喫緊の課題であ

る。本研究テーマでは、反応後に排出される廃棄物が水

のみであり、有効酸素含有率も高い過酸化水素を用いる

酸化技術の開発を行う。過酸化水素は紙・パルプの漂白、

殺菌、半導体洗浄などに用いられ、消毒薬としてもなじ

みが深い。産業においてもヒドラジン、カテコール、ナ

イロン原料、樹脂原料など基礎化学品製造に使用されて

いる。一方で、医薬品や電子材料など高機能化学品の製

造にはほとんど使用されていない。これは過酸化水素の

酸化力が、それ自体で反応を開始できるほど高くなく、

高機能化学品製造に適用できるレベルでの選択性や反応

効率が達成されていないためである。本テーマでは、過

酸化水素の選択性や反応効率を飛躍的に向上させる触媒

を新規に開発し、過酸化水素と触媒を用いる酸化反応を

実施することにより、医薬品や電子材料などの高付加価

値品をクリーンに製造する技術を開発し、日本発の酸化

技術として宣伝し定着させ、国際的な産業競争力を向上

させることを目的としている。 

 近年、本テーマの推進により、過酸化水素を酸化剤に

用いて半導体封止材用途の二官能エポキシ化合物や鉄を

触媒に用いるスチレンオキシドの製造法開発に成功して

いる。これら成果により、レアメタルを用いない鉄によ

るエポキシ化反応が可能になり、工業品のエポキシ化へ

の適用可能性を探っている。酸素を酸化剤に用いる技術

に関しては、近年、本テーマの推進により、鉄とアルカ

リ金属のカルボン酸塩を組み合わせた触媒を用いること

により、α,β－不飽和アルデヒドの選択的な酸素酸化

反応が進行すること、および、銅塩を触媒として用いる

ことにより、ピコリン類のアルキル置換基のα位が酸素

により選択的に酸化され、対応するアルデヒドまたはケ

トンが得られることを見出し、触媒反応として開発する

ことに成功している。これは、低コスト性、安全性から

理想的な酸化剤である酸素が、実際に機能性化学品の製

造に適用しうる端緒となる発見といえる。さらに、固体

触媒による気相酸素でのメタンからホルムアルデヒドの

一段階合成用触媒として、V2O5-Ga2O3/SiO2に注目し、

その中で触媒担体シリカの、反応活性を向上させる要因

となる、粒子径を小さく制御したまま表面シラノール濃

度を高める有用な触媒作成方法を新規開発した。今年度
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はさらなる発展として、香料原料の製造を目指した液相

流通系装置での過酸化水素酸化反応検討を行うとともに、

メタンの酸素酸化反応の利用技術を開発した。 

（過酸化水素を酸化剤とする酸化反応の検討） 

 過酸化水素を酸化剤に用いるアルコールから香料原料

のアルデヒドを合成する酸化反応について検討し、触媒

カラムに充填し再使用が可能な金属触媒を用いることで、

標的とする香料原料のアルデヒドを選択率90 %以上で

合成可能な触媒反応を開発した。充填剤と触媒の比を調

節することで、反応速度と目的物の純度を制御すること

ができる。 

（酸素を酸化剤とする酸化反応の検討） 

 気相酸素でのメタンの部分酸化反応について検討した。

特に、本反応は大きな発熱を伴う反応で、その熱を吸熱

反応である二酸化炭素の水素化反応と組み合わせること

で、高効率の二酸化炭素変換システムの可能性を検討し

た。Pt 系複合触媒を用いることで、メタンの部分酸化

反応を選択的に進行させ、かつ反応熱利用により、二酸

化炭素、一酸化炭素および水素の混合ガスからの低温メ

タノール合成が進行することも確認した。  

［領 域 名］材料・化学   

［キーワード］選択酸化、過酸化水素酸化、 

遷移金属触媒 

 

［テーマ題目3］官能基変換技術 
［研究代表者］富永 健一（官能基変換チーム長） 

［研究担当者］富永 健一、有村 隆志、今野 英雄、

根本 耕司、佐々木 一憲、藤谷 忠博、

高橋 厚、Asima Sultana、宮澤 朋久、

韓 立彪、崔 準哲、高橋 利和、 

藤田 賢一、深谷 訓久、松本 和弘 

（常勤職員15名、他15名） 

［研 究 内 容］ 

 物質を構成する分子の骨格変換や官能基付加は、物質

に新たな機能を与え、有用な化学品を合成することを可

能にする。今日、有機合成反応技術は高度なレベルに達

しているが、高性能・高機能部材をさらに高効率かつ省

資源なプロセスにより製造するための触媒開発が望まれ

ている。本テーマでは、（1）セルロースに代表される

生物由来原料からの有用化学品合成、（2）小分子の付

加による機能性化学品合成、（3）ヘテロ元素系反応技

術および（4）官能基変換技術を応用した高機能部材開

発に取り組んでいる。今年度の進捗の概要は下記の通り。 

（生物由来原料からの有用化学品合成） 

 レブリン酸はセルロース系バイオマスから合成可能な

化学品の中でも、燃料、基本化学品、機能性化学品の中

間体として利用可能であり、基幹物質として高いポテン

シャルを有している。これまで、安価で取り扱いやすい

アルミニウム化合物とスルホン酸化合物の組み合わせか

らなる触媒系を用いることで、木粉等の実バイオマス原

料からも既存の触媒系に匹敵する収率でレブリン酸メチ

ルが生成することを見出した。今年度は、本触媒系をベ

ースに固体触媒化を検討し、アルミニウム系固体酸触媒

とスルホン酸化合物の組み合わせからなる触媒系を用い

ることで、同様の反応が効率よく進行することを確認し

た。 

 また、得られたレブリン酸のエンプラ原料化について

の検討を行った。レブリン酸の水素化によるγバレロラ

クトン合成用触媒の開発を行った。今年度は、低温にお

いても高効率でγバレロラクトンを得ることができる触

媒開発を検討した。水素化の水素源として、反応の副生

成物であるギ酸を用いて検討した結果、Cu-SiO2触媒で、

反応温度200 ℃においてレブリン酸転化率70 %、γバ

レロラクトン選択率95 %の性能を示すことを明らかに

した。Cu 金属粒子の分散性を向上させ高温で水素還元

することにより、Cu と SiO2の化合物（スピネル前駆体）

が形成し、これが触媒活性店となることを解明した。 

（小分子の付加による機能性化学品合成） 

 グリーン・サステナブル・ケミストリーの推進に貢献

する技術開発の一環として、二酸化炭素からの化学品製

造の研究開発を推進している。二酸化炭素を用いたウレ

タンの合成では、再生可能な反応剤であるテトラアルコ

キシシランを用い、亜鉛錯体触媒存在下、アミンとの反

応により収率よくウレタンが得られることを明らかにし

た。特に、フェナントロリン配位子と亜鉛アセテート

（Zn(OAc)2）との組み合わせからなる錯体触媒が、最

も良好な触媒活性を与えることが分かった。 

 また、CO2を CO に変換する逆水性ガスシフト反応に

活性な Ru 錯体触媒を、イオン液体を用いた SILP

（supported ionic liquid phase）触媒化して多孔質担

体に担持したところ、反応速度が550 %向上することを

見いだした。 

（ヘテロ元素系反応技術） 

 パラジウム触媒による P(O)H のアルキン類の付加反

応の詳細を明らかにした。すなわち、配位子や酸の有無

により、α付加体とβ付加体を高選択的に作り分けられ

る。また反応の適応範囲や反応の機構を明らかにした。 

（高機能部材開発） 

 有機 EL 素子の発光材料として用いることが可能なイ

リジウム錯体の開発を行った。3つの配位子が全て異な

った新規フェニルピリジン系イリジウム錯体を合成する

ことに成功した。また、このイリジウム錯体がテトラヒ

ドロフラン中で強く緑色発光することを見出した。 

また、自励運動ハイドロゲルの開発を行ない、フェロ

インを触媒とする自励運動ハイドロゲルの流動性にナノ

シートを関与させることに成功した。ゲル中の信号分子

運動は、ナノシート環境で制御されることを見出した。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］バイオマス、二酸化炭素、リン化合物、

シアノ化、有機 EL 素子、機能性ゲル 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(221) 

［テーマ題目4］製造プロセス技術 
［研究代表者］甲村 長利（固体触媒チーム長） 

［研究担当者］小林 修、佐藤 一彦、浅川 真澄、 

藤谷 忠博、中村 功、高橋 厚、

Asima Sultana、宮澤 朋久、 

志村 勝也、甲村 長利、崔 準哲、 

藤田 賢一、島田 茂、小野澤 俊也、

市塚 知宏、井上 朋也、今 喜裕、 

矢田 陽、洪 達超 

（常勤職員19名、他15名） 

［研 究 内 容］ 

 日本の化学産業は基礎化学品から機能性化学品まで、

世界トップレベルの品質、機能を有する製品を数多く製

造している我が国の一大産業である。その一方で、同産

業は基幹化学品から機能性化学品まで様々な化学品の原

料としてナフサ等の化石資源を大量に消費し、二酸化炭

素排出量においても産業分野の約18 %を占めている。

COP21においてパリ協定が採択され、世界的に地球温

暖化対策に向けて歩み始めている中、わが国では「エネ

ルギー・環境イノベーション戦略」が策定され、その中

でも省エネルギー分野における技術開発の課題として第

一に「革新的生産プロセス」が挙げられている。そこで

本テーマでは、固体触媒技術および触媒固定化技術の研

究開発を通じて、二酸化炭素排出削減やエネルギー消費

量削減を目指した基幹化学品ならびに機能性化学品の革

新的な製造プロセス技術の構築に取り組む。特に、化学

品の自在合成を可能にするフローリアクタープロセスや

フロー精密合成に関する基盤技術を開発する。 

（二酸化炭素を原料とした触媒反応プロセス技術開発） 

 0.5 MPa の二酸化炭素雰囲気下で四級アンモニウム

塩を非金属触媒として用いることにより、プロパルギル

アミンのカルボキシル化－環化反応が進行することを見

出した。t-ブタノールを溶媒とし、110 ℃で各種四級ア

ンモニウム塩の触媒としての有効性を検討したところ、

四級アンモニウム塩のアルキル鎖長およびカウンターア

ニオンの種類によって触媒活性が大きく異なることが分

かった。特に触媒としてフッ化テトラブチルアンモニウ

ムを用いることにより、最も良好な収率で、医薬品中間

体として有用な種々の2-オキサゾリジノンが得られるこ

とが分かった。 

（機能性化学品製造に向けたフロー精密合成法の開発） 

 機能性化学品にかかわる世界市場は約120兆円と言わ

れ、今後さらに成長することが見込まれている。しかし

ながらその製造法は、有機合成化学に立脚したバッチ法

で行われ、多くの廃棄物を排出し、その処理に膨大なエ

ネルギーが消費されている。今後、我が国の持続可能な

発展のためには、この機能性化学品製造の効率化と、廃

棄物の削減は必要不可欠な技術である。そこで本研究開

発では、機能性化学品の製造の中でも使用頻度が高い反

応（「基幹5反応」と定義）をフロー法で行えることを

実証するため、「1. 反応・触媒の開発」を中心に取り組

んでいる。また、反応開発のみでは実現し得ない、平衡

移動や共生成物の分離のための「2. 合成用反応器の開

発」や「3. 分離・精製技術の開発」とも連携しながら

研究を推進している。 

 平成29年度は、基幹5反応の中でも、主に「酸・塩基

触媒を用いる炭素－炭素結合生成反応」、「酸化反応」及

び「クロスカップリング反応」の3反応を中心に、フロ

ー反応用固体触媒・固定化触媒の開発に取り組んだ。

「酸・塩基触媒を用いる炭素－炭素結合生成反応」に関

しては、フロー条件での Diels-Alder 反応に適した固体

触媒を見出し、良好な触媒活性・選択性・寿命を持つこ

とを明らかにした。「酸化反応」に関しては、アリルア

ルコール類の選択的かつ高効率な酸化反応を達成すると

ともに、フェノール類の酸化的カップリングに適した触

媒を明らかにした。また、「クロスカップリング反応」

に関しては、これまでフロー法で用いられてきた触媒に

比べ長寿命な固定化触媒の開発に成功した。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］固体触媒、固定化触媒、二酸化炭素、フ

ローリアクター、連続生産 

 

⑧【ナノチューブ実用化研究センター】 
（CNT-Application Research Center） 

(存続期間：2015.4.1～） 

 

研究センター長：畠 賢治 

副研究センター長：岡崎 俊也 

首 席 研 究 員 ：湯村 守雄 

 

所在地：つくば市東1-1-1 つくば中央第5 

人 員：13名（13名） 

経 費：410,310千円（173,597千円） 

 

概 要： 

 本研究センターではナノテクノロジーを代表する新

素材であるカーボンナノチューブを実用化するための

研究開発および研究支援業務を行う。民間に技術を橋

渡しすることを前提とした、CNT の低コスト量産技

術の開発、CNT の分散・成形加工・複合化などの共

通基盤技術開発や CNT の用途開発技術を行う。これ

らを通じて、わが国の新たな産業創出に貢献すると共

に、世界をリードするナノカーボン材料の総合研究セ

ンターとして、日本の産業を支える科学技術の開発を

強力に推進する。 

具体的には、以下の研究開発を実施する。 

1）カーボンナノチューブの低コストおよび高品質化

量産技術の開発 

 スーパーグロース法をもとに、産業応用を実現す

る上で重要な低コスト大量生産技術を開発する。さ
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らに、次世代カーボンナノチューブ合成技術として、

超長尺・高結晶なカーボンナノチューブの合成技術

開発を行う。 

2）カーボンナノチューブの用途開発 

 スーパーグロース法で合成された単層カーボンナ

ノチューブを中心に、ゴム・樹脂などとの複合材や

軽量線材などの用途開発を進める。さらに、これら

を企業と共同連携し、製造メーカーと用途開発メー

カーの間で BtoB の流れの形成を促進し、カーボン

ナノチューブ実用化・産業化の達成を目指す。 

3）カーボンナノチューブの品質管理評価技術の開発 

カーボンナノチューブ実用化のための品質管理評価

技術の開発を行う。特に、分散液ならびに複合材中

のカーボンナノチューブの分散状態や品質を評価す

る手法を開発する。また、カーボンナノチューブ産

業の国際競争力強化の点から、開発した評価法の国

際標準化を進める。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金：標準基盤研究 

「光吸収測定によるカーボンナノ材料の細胞内の取り込

み量測定方法の国際規格化」 

「近赤外波長域を利用した医療用画像システムの国際標

準化研究」 

 

外部資金： 

独立行政法人日本学術振興会 

科研費補助金 

「カーボンナノチューブの生分解性の解明と制御」 

「貴金属合金化鉄触媒ナノ粒子による過酷な条件下での

長尺 CNT フォレスト成長」 

「触媒で改質した炭素源ガスを用いた単層カーボンナノ

チューブ合成技術の開発」 

「メタン菌の付着機構解明による先端的コーティング配

置技術の開発と高性能電極の試作」 

 

発 表：誌上発表22件、口頭発表54件、その他6件 

--------------------------------------------------------------------------- 

CNT 合成チーム 

（CNT Synthesis Team） 

研究チーム長：Futaba Don 

(つくば中央第5） 

概 要： 

 画期的なカーボンナノチューブの合成法、スーパー

グロース法（水添加化学気相成長法）を開発し、基板

から垂直配向した単層カーボンナノチューブを高効率

に高純度で成長させることに成功している。 

 このスーパーグロース法に基づく量産基盤技術開発

を行い、「かつてない規模・価格での単層カーボンナ

ノチューブの工業的量産」を目指している。より具体

的にはカーボンナノチューブ成長効率を高める炭素

源・温度・触媒賦活剤の開発、大面積合成技術や連続

合成技術開発などである。さらに、カーボンナノチュ

ーブには直径・長さ・結晶性・密度・カイラリティな

ど、さまざまな構造の多様性を有するが、これらの構

造が各用途に適したものに調整されたカーボンナノチ

ューブの成長技術を開発する。さらにはこれらの合成

技術の量産化検討を進める。 

研究テーマ：テーマ題目1 

 

CNT 用途チーム 

（CNT Application Development Team） 

研究チーム長：山田 健郎 

(つくば中央第5） 

概 要： 

 カーボンナノチューブを用途で活用するためには、

その優れた性能を損なうことなく、分散･成形加工･複

合化する技術を開発して、部材・部品などに作り、デ

バイスに組み込む必要がある。特に当チームでは長尺

配向のスーパーグロース法で作製した単層カーボンナ

ノチューブを中心に、その特長を活かした、分散手

法・複合化・成形加工・微細加工の開発を行う。 

 これらの技術を活用して、カーボンナノチューブの

ポテンシャルを十分に引き出し、従来にない革新的な

機能を有する複合材料の開発およびその部材化、それ

らを組み合わせたデバイス開発、実用化研究に取り組

んでいる。 

研究テーマ：テーマ題目2 

 

CNT 評価チーム 

（CNT Characterization Team） 

研究チーム長：岡崎 俊也 

(つくば中央第5） 

概 要： 

  新規材料開発において材料特性を的確に評価する手

法は、組成、形状あるいは合成条件を最適化していく

上でなくてはならないものである。CNT 開発におい

ても、それは例外ではない。当研究チームでは、各用

途に必要十分な CNT 分散液および複合材、あるいは

CNT 自身の特性を可視化する評価技術の開発を行う。

また、CNT 実用化によって重要である、ナノ安全性

に資する評価法の開発も行う。そして、開発した手法

の国際標準規格化を目指し、わが国の生産する CNT

の差別化をはかる。 

研究テーマ：テーマ題目3 

--------------------------------------------------------------------------- 

［テーマ題目1］単層カーボンナノチューブ成長の触媒

下地層に関する研究 

［研究代表者］Futaba Don（CNT 合成チーム） 

［研究担当者］Futaba Don、桜井 俊介、松本 尚之、

陳 国海、辻 亨志、山田 真保、 
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何 金萍（常勤職員4名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

長尺単層 CNT の垂直配向体（フォレスト）合成を可

能にするスーパーグロース法をもとに、産業応用を実現

する上で重要な高結晶かつ低コストの単層 CNT の大量

生産技術を開発することを目的として、本年度は様々な

合成手法の開発に取り組んだ。 

スーパーグロース法では平面基板がこれまでに用いら

れてきたが、合成条件を調整しないと原料ガスが効率的

に基板（触媒）に接触しないため単層 CNT の合成効率

は低下した。そこで、基板（触媒）への原料ガス接触効

率の向上を目指して、基板形状に着目し、金属メッシュ

基板を用いた単層 CNT 合成技術を検討した。その結果、

ガス接触効率の向上で単層 CNT の合成効率は向上し、

平面基板と比較して8倍の収量、合成時間10分で長尺

（3 mm 以上）の単層 CNT 合成を実現している。 

また、触媒賦活剤として従来の水に代えて一酸化炭素

を用いることで、単層 CNT フォレストの合成可能な温

度領域を拡張出来ることを見出した。水使用時では100 

μm を超えるフォレストは850 ℃以下の温度でのみ成長

できたが、一酸化炭素を用いることで800 μm 以上のフ

ォレストを900 ℃以上の高温で成長させることができ

た。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］カーボンナノチューブ、触媒、化学蒸着

（CVD）法   

 

［テーマ題目2］CNT の実用化検討用途開発研究 

［研究代表者］山田 健郎（CNT 用途チーム） 

［研究担当者］山田 健郎、岸 良一、関口 貴子、 

阿多 誠介、 

Meenakshi Sundaram Rajyashree、 

西村 光佳（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

カーボンナノチューブ（CNT）を用い、その特徴を

駆使した新しい CNT の部材開発を行い、用途開発へと

つなげることを目的としている。たとえば、ゴム材料に

スーパーグロース法で合成した長尺の単層 CNT を均一

に複合化 することにより、ゴムの性質を維持したまま、

導電性を付与できるばかりでなく、耐熱性等のゴムの特

性も向上することを明らかにした。さらに、CNT の分

散状態がそれらゴム複合材料の特性に影響を及ぼすこと

も明らかになってきており、CNT をゴム材料に複合化

させる効果およびその原理を探索中である。これらの新

しい CNT ゴム複合材料の成果を民間企業へ橋渡しすべ

く、実用化に資する民間企業との共同研究を開始してい

る。 

また目的基礎研究として、特異な性質を示す CNT と

銅との複合化において、実用化を踏まえ安定的に複合化

できる手法の開発を行っている。 

さらに CNT のポテンシャルを十分に引き出し、従来

にない革新的な機能を有する部材の、成形加工技術の開

発を行っている。これらの成果を通じ、CNT の実用化

研究を展開している。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］カーボンナノチューブ、スーパーグロー

ス、CNT 複合材料、CNT デバイス 

 

［テーマ題目3］実用化に向けた CNT 評価法開発 

［研究代表者］岡崎 俊也（CNT 評価チーム） 

［研究担当者］岡崎 俊也、張 民芳、小橋 和文、 

森本 崇宏、田島 奈穂子、中島 秀朗、

渡邊 敬之、生田 美植、巽 かおり、

揚 梅、飯泉 陽子、鄧 引梅、 

浦野 由香里（常勤職員4名、他10名） 

［研 究 内 容］ 

 溶液中および複合材中のカーボンナノチューブ

（CNT）分散状態を総合的に評価する手法の開発を行

った。具体的には、遠赤外吸収による CNT 実効長計測

や分散液中の CNT 凝集体評価法、ロックインサーマル

スコープ法による複合材料中の CNT ネットワーク構造

の可視化手法などを確立させ、用途開発企業等が作製し

た試料の評価を行った。特に、様々な方法で作製された

CNT 糸について、その構造解析を行った。 

 また、近赤外吸収測定による CNT 細胞取り込み量評

価法について、ISO において国際標準規格成立に向け

た活動を行った。また、同法を利用し、一部の CNT に

は生分解性があることを発表した。 

 また、発光効率を向上した酸化 CNT を近赤外光プロ

ーブとして実用化させるため、分散方法を改良し、技術

移転を行った。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］カーボンナノチューブ、品質評価、分光、

臨床検査、ナノ安全 

 

⑨【機能材料コンピュテーショナルデザイン 
研究センター】 

（Research Center for Computational Design of 

  Advanced Functional Materials） 

（存続期間：2015.11.1～2022.10.31） 

 

研究センター長：浅井 美博 

副研究センター長：宮崎 剛英 

総 括 研 究 主 幹：青柳 岳司 

 

所在地：つくば中央第二事業所 

人 員：30名（30名） 

経 費：756,335千円（160,650千円） 
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概 要： 

1．研究ユニットのミッション 

 高機能性産業材料開発に要する研究期間を大幅に

短縮する事を目指し、従来の経験と勘に依存する研

究開発現場に計算シミュレーションを活用した非経

験的な材料設計技術を導入する。そのために最も有

効な計算材料設計手法を産業界や大学・研究機関と

協力して開拓すると同時にその研究開発ハブとして

活動する。材料の相反する現象・機能を直接的に計

算シミュレーションで予測する技術（マルチフィジ

ックスシミュレーション技術）を構築すると同時に

それを高速に実施する計算シミュレーション技術

（マルチスケールシミュレーション技術）を確立す

る事により、材料の組成・構造情報からその機能を

予測する順方向予測技術の性能と信頼性を飛躍的に

高める。同時にそれらで得た多数の順方向予測解に

対して人工知能やデータ科学等の情報技術を適用・

活用する事により、所望の機能を得るために必要な

材料の組成・構造を逆方向に予測する材料設計技術

を開拓する。それらを束ねる事により機能性部材・

デバイスの開発効率を格段に高めるための設計イン

フラを構築し産業界に普及する。 

2．研究ユニットの研究開発の方針 

 機能材料コンピュテーショナルデザイン研究セン

ターには6つの研究チームを設置する。これらを横

断する以下4つの戦略課題を設定し、計算シミュレ

ーションの産業普及の観点から整理作成する TRL

を意識したマイルストーンを設けた研究を推進する。 

1）材料機能シミュレーション技術開発 

 材料インフォマテイクス研究やフェーズフィール

ド法を用いたマルチスケールシミュレーション研究

に関して先行実績が多い金属・合金等の機能性固体

化合物（有機・無機）や、高分子・レオロジー材料

等を含めた広範な材料の機能を対象とした信頼性の

高い順方向予測技術を確立・実証する。電子レベル

から始める第一原理計算・ab initio 計算、その結

果から原子・分子の力場を得て行う分子動力学計

算・粗視化分子動力学計算、更にはそれらの長波長

極限と繋がる連続体シミュレーションまで、多階層

な計算シミュレーション技術の各々を、その長さ・

時間で分類される各階層で大規模化する為に必要な

階層内のスケールアップ技術と、階層間を紡ぐマル

チスケール化技術を重点的に開発し、マクロな材料

機能の組成依存性やマイクロ構造依存性に関する化

学的な予見性を飛躍的に高め、計算シミュレーショ

ンの実用材料開発に対する有用性ポテンシャルを飛

躍的に向上する。 

2）デバイス材料シミュレーション技術の開発 

 材料をデバイス・モジュール環境で用いた時の動

作性能を電子・原子・分子・イオンレベルから第一

原理的に予測する計算シミュレーション技術を開発

する。材料が示す複数の現象・機能を計算シミュレ

ーション内で再現できるような、高度に物理的・化

学的な現実性を持ったマルチフィジックス計算シミ

ュレーション技術を開発する事により、デバイス・

モジュール環境下での動作性能を最大化する為に必

要な材料設計条件を導きだす。これらの技術開発を

1）で開発するマルチスケール計算技術と組み合わ

せる事により、世界に類を見ない高い順方向予測性

能を持った計算シミュレーション技術を開発し、こ

れをもって産業界のデバイス研究を牽引する。 

3）反応プロセスシミュレーション技術の開発 

 触媒反応、レーザー反応などの内、産業界で有用

な反応プロセスにつき、それを非経験的に予測する

為の反応路探索技術を確立する。多孔性材料を用い

た触媒反応、分離・吸着反応などを含め、拡散律速

の反応や、多数の素反応過程からなる複合的な反応

等の実空間的な取り扱いが必要な反応につき、それ

を取り扱う為の計算シミュレーション技術を開発し、

反応プロセスに対するコンピュテーショナルデザイ

ンを実用化すべく研究開発を行う。 

4）連続体シミュレーション技術の開発 

 有限要素法を用いた流体解析および固体解析にお

けるミクロ－マクロを繋ぐメゾスケール解法、マル

チスケール解法による大規模並列連成解析技術の開

発を行う。ミクロ－マクロを繋ぐフェーズ・フィー

ル法、格子ボルツマン法や、例えば触媒などの多孔

質構造を想定したメゾスケール解析技術の開発研究

を行う。 

（1）中長期目標・計画を達成するための方策 

 アメリカでの「マテリアルズ・ゲノム」プロジ

ェクト、ヨーロッパ各国やアジア諸国での「マテ

リアルズ・インフォマテイクス」プロジェクト等、

世界各国で計算科学、データベースと情報技術を

活用した新たな材料開発研究スキームに関する開

拓プロジェクトが急増している。この影響が各国

の特許審査のあり方に変化を与え、計算シミュレ

ーション結果のみで成立する特許が増加する可能

性が高い。産業界においても、この動きに取り残

される事に対する危機感が強い。一方、機能性材

料に関してはビックデータが殆ど存在せず、従来

型の「データ駆動型」のみでは困難が生じる場合

が多い事も予想される。際立って性能の高い機能

性材料に対する高速材料探索に関して、その基盤

技術を高める必要が広く認識されており、高機能

性材料の開発期間を飛躍的に短縮する事ができる

ような計算材料設計手法・解析手法に関わる基盤

技術の開発を目指す本研究センターはその開発推

進主体として最適な研究組織である。本センター

で開発を目指す計算材料設計システムは材料・化



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(225) 

学領域で目指す「最終製品の競争力の源となる革

新的部材・素材の提供」の開発・支援に必要な研

究インフラストラクチャーであり、機能材料の高

速探索を目指す為には必須の資源である。計算材

料設計の活用は企業において未だ充分に進んでお

らず、企業が苦手としている分野である。これに

関わる飛躍的な研究開発とその普及活動を行う本

研究センターの設置は、産総研第４期中長期計画

において最も重要な「橋渡し機能の強化」に有用

である。 

（2）平成29年度の重点化方針 

 平成28年度には、各階層内での計算シミュレー

ションのスケールアップ技術の研究開発を重点的

に行ったが、平成29年度においては材料の相反す

る現象・機能を計算機上で直接シミュレートする

ために必要なマルチフィジックスシミュレーショ

ン技術をそれらのシミュレータに対して付加する

事により、計算シミュレーション技術に高い順方

予測性能を付与する。これを活用する事により新

機能材料のコンピュテーショナルデザイン例を創

出し、材料・化学領域の重点化方針であげられて

いる材料と化学のシナジー効果の発揮において中

核的に重要な役割を果たしていく。 

--------------------------------------------------------------------------- 

独立行政法人日本学術振興会平成29年度科学研究費助

成事業（科研費） 

「単一分子と組織化分子ネットワークの非線型伝導理論」

（新学術領域研究（研究領域提案型））［研究代表者］ 

浅井 美博 

「分子アーキテクトニクス：単一分子の組織化と新機能

創成」（新学術領域研究（研究領域提案型））［研究代表

者］ 夛田 博一（大阪大学） 

「デバイス応用に向けた2次元材料の電子物性の理論設

計」（新学術領域研究（研究領域提案型））［研究代表者］

宮本 良之 

「高次元空間自由度のスパース化による反応シミュレー

ション解析」（新学術領域研究（研究領域提案型））［研

究代表者］安藤 康伸 

「陽電子消滅による結晶特異構造のキャリア捕獲・散乱

ダイナミックスの評価」（新学術領域研究（研究領域提

案型））［研究代表者］上殿 明良（筑波大学） 

「高分子高次構造の階層的シミュレーション」（新学術

領域研究（研究領域提案型））［研究代表者］青柳 岳司 

「次世代材料探索のための離散幾何解析推進」（新学術

領域研究（研究領域提案型））［研究代表者］小谷 元子

（東北大学） 

「アルケノン生産性藻類の物質生産性向上のための基盤

技術の研究」（基盤研究(A)）［研究代表者］鈴木 石根

（筑波大学） 

「界面原子・分子層における局所高電界効果の理論計算」

（基盤研究（B））［研究代表者］渡邉 聡（東京大学） 

「電気化学界面における溶媒和イオン液体の特異な電荷

移動反応」（基盤研究（B））［研究代表者］獨古 薫（横

浜国立大学） 

「糖鎖結合性タンパク質の分子認識/反応機構に関する

分子基盤の構築」（基盤研究（C））［研究代表者］ 石田 

豊和 

「凝集系の構造変化を誘起する短パルスレーザーの理論

的研究とレーザー装置の調査」（基盤研究（C））［研究

代表者］宮本 良之 

「溶液内化学反応やアモルファス材料のダイナミクスへ

向けた大規模量子化学計算法の開発」（基盤研究（C））

［研究代表者］Fedorov Dmitri 

「平均力ダイナミクスの拡張による生体分子のレア・イ

ベント予測」（基盤研究（C））［研究代表者］森下 徹也 

「帯電系のための新規分子動力学法の開発と有機熱電変

換材料への応用」（若手研究（A））［研究代表者］ 高橋 

和義 

「第一原理計算による全固体リチウムイオン電池の正極

/電解質界面の研究」（若手研究（B））［研究代表者］春

山 潤 

「パーシステントホモロジーを用いた非晶質の統計物理

学」（挑戦的萌芽研究）［研究代表者］中村 壮伸 

「パラジウムクラスターによる窒素と水からのアンモニ

ア生成触媒反応」（挑戦的萌芽研究）［研究代表者］村上 

純一（埼玉大学） 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 先端的低炭素化技

術開発（ALCA） 

「特異的溶解性・電荷輸送を示すリチウムイオン液体の

計算化学的解析」［研究代表者］都築 誠二 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（CREST） 

「粗視化シミュレーションを用いたエラストマー材料の

動的解析」［研究代表者］森田 裕史 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（さきがけ） 

「トポロジカルデータ解析に基づくアモルファス構造の

包括的記述と特徴抽出」［研究代表者］中村 壮伸 

 

文部科学省科学技術試験研究委託事業「元素戦略磁性材

料研究拠点」 

「平面波基底法（QMAS）等を基軸にした磁気物性量

の高精度計算手法の開発」［研究代表者］三宅 隆 

 

文部科学省科学技術試験研究委託事業「省エネルギー社

会の実現に資する次世代半導体研究開発」 

「省エネルギー社会の実現に資する次世代半導体研究開
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発③評価基盤領域実施機関 陽電子状態・消滅パラメー

ターの理論計算」［研究代表者］石橋 章司 

 

文部科学省科学技術試験研究委託事業「ポスト「京」」 

「次世代の産業を支える新機能デバイス・高性能材料の

創成サブ課題 D：高性能永久磁石・磁性材料」［研究代

表者］三宅 隆 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

受託研究「超先端材料超高速開発基盤技術プロジェクト」 

［研究代表者］村山 宣光 

 

文部科学省科学技術人材育成費補助金 

「卓越研究員事業」［研究代表者］屋山 巴 

 

発 表：誌上発表95件、口頭発表181件、その他11件 

--------------------------------------------------------------------------- 

多階層第一原理計算手法開発チーム 

（First-principles multi-scale simulation Team） 

研究チーム長：石橋 章司 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 当チームでは、第一原理計算手法・プログラムの開

発・高度化、および、多階層化に向けた整備を行なっ

ている。現実の問題の解決に際して、最善のスキーム

の確立を図り、必要に応じてデータ科学的手法を活用

している。平成29年度の研究成果の例を以下に示す。

フラグメント分子軌道法を様々な病気に関わる幾つか

の GPCR 系蛋白質に適用し、高速計算法（DFTB）

でも、高精度計算法（MP2法）や実験と比較して、

良好な結果が得られることを確認した。密度汎関数理

論（DFT）による大域的電子構造計算と、動的平均

場理論（DMFT）による高精度低エネルギーソルバ

ーを組み合わせた磁気異方性の解析手法を開発し、希

土類磁石化合物 RFe12X（R=Nd,Sm; X=Li,N）に適

用した。大規模な水のモデルについて、オーダーN

法を用い200ピコ秒以上の第一原理非平衡分子動力学

計算を遂行し、熱伝導率を見積もった結果、実験結果

と良い一致を得た。水素結合型有機強誘電体（反強誘

電体が電場印加によって強誘電転移したものも含む）

の自発分極を理論計算により予測し、物質開発および

作成プロセス最適化の指針とした。 

研究テーマ：材料機能シミュレーション技術開発、デバ

イス材料シミュレーション技術の開発、反

応プロセスシミュレーション技術の開発 

 

物性機能数理設計手法開発チーム 

（Functional mathematical modeling Team） 

研究チーム長：大谷 実 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 当チームでは、物質の性質を理解するために数理モ

デルを構築し、支配方程式の解法を提案する。モデル

を第一原理計算手法に組み込むことにより、実環境下

における物質の特性を予測し、デバイス設計指針の提

示を行っている。（1）アモルファス材料設計のため

の基盤技術としてこれまでに創出した多面体コードを

実装した原子配列解析プログラムを開発した。（2）

電気・スピン・熱等の第一原理伝導シミュレー手法を

発展させ、相変化メモリ材料等への適用を行った。電

圧駆動での構造相転移と機械的外力によるトポロジカ

ル相転移が共存する相変化メモリ材料といった新規な

機能性デバイスの可能性を理論シミュレーションから

初めて明らかにした。（3）計算シミュレーションデ

ータと実験データの協奏的活用に向けた機械学習応用

研究を行った。特に機械学習を用いることで触媒分子

に対する量子化学計算の結果から実験で得られた収率

を予測することに成功した。この成果は実験データと

計算データを直接結びつけた点に意義があり、キャタ

リスト・インフォマティクスにつながる先駆的な成果

と位置づけることができる。 

研究テーマ：材料機能シミュレーション技術開発、デバ

イス材料シミュレーション技術の開発、反

応プロセスシミュレーション技術の開発 

 

多階層分子シミュレーション手法開発チーム 

（Multi-scale molecular simulation Team） 

研究チーム長：下位 幸弘 

（つくば中央第2） 

概 要： 

高い信頼性で材料機能を予測するマルチスケール計

算材料設計技術の確立・実証ならびに触媒反応・電気

化学反応などの産業界で有用な反応プロセスを非経験

的に予測するための反応路探索技術の確立を最終目標

に、昨年度に引き続き、量子化学計算法や分子動力学

法等の分子シミュレーション技術とそれを用いた材料

研究について研究開発を行った。より具体的には、生

体分子機能における酵素反応のモデリング・反応機構

解析、量子化学計算を用いた触媒等の化合物の特性や

反応性の解明、分子間相互作用やイオンの相互作用の

精密解析、ならびに、機能材料の構造－物性相関なら

びに材料設計技術開発等に取り組んだ。特に、分子動

力学計算の新しい手法開発として、LogMFD 法を拡

張した LogPD 法についてアデニル酸キナーゼ分子の

畳み込み構造変化に適用し、本手法の有効性を明らか

にした。さらに、数学と計算材料科学の連携を新たに

開始し、研究領域の開拓を図った。 

研究テーマ：材料機能シミュレーション技術開発、反応

プロセスシミュレーション技術の開発 
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多階層ソフトマテリアル解析手法開発チーム 

（Multi-scale soft matter simulation Team） 

研究チーム長：森田 裕史 

（つくば中央第2） 

 

概 要： 

 接着、ゴム・エラストマー、複合材料などの高分子

材料に対して、効率のよい材料設計手法の開発が望ま

れている。当チームでは、粗視化モデルと多階層化技

術を駆使しながら、ソフトマテリアル材料の階層的構

造・物性・機能について解析する研究を進めている。

本年度も昨年度から引き続き、粗視化モデルに関わる

研究、ゴム材料の研究、接着技術に関する研究を進め

た。具体的には、全原子 MD と粗視化 MD の接続に

関する研究、主鎖に液晶部位をもつ液晶エラストマー

のモデリングと電場や温度に対する相転移や変形挙動

についての研究、金属―高分子間接着における全原子

分子動力学法を用いたシミュレーション研究、FRP

の破壊に関する実験の3次元構造を用いたデータ同化

型のモデルシミュレーション研究を行った。さらに

2012年から進めているコンソーシアム「ゴム・エラ

ストマーにおける理論・シミュレーション基礎研究会」

では、フィラー充填ゴムのレオロジー特性、及び純ゴ

ム系における新たなモデルについて、メンバー企業と

連携しながら研究をすすめ、成果の橋渡しを進められ

た。 

研究テーマ：材料機能シミュレーション技術開発 

 

統合マクロ計算手法開発チーム 

（Integrated macroscopic simulation Team） 

研究チーム長：松本 純一 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 当チームでは、連続体モデルに基づくマクロ計算に

おける流体、固体、熱などの連成解析、ミクロ計算と

の親和性を考慮したメゾ、マルチ、ブリッジングスケ

ールにおける方法を取り入れた解析技術、これらの順

解析および逆解析を可能とする統合的なマクロ計算手

法の開発を目指している。非定常熱流体（圧縮性粘性

流体）解析における陽的および陰的有限要素法の開発

を行った。流体・固体連成問題において、循環器系の

バイオメカニクスへの適用を目的に、対象物の座屈や

接触などの考慮が可能な拡張有限要素法に基づく計算

技術の構築を進めた。また、開発した計算手法の高速

化へ向け、有限要素法による連立一次方程式の対称行

列用反復ソルバ（CG 法）について GPU による高速

化を行った。複数の GPU を用いて計算を行うマルチ

GPU の計算法を開発し、4GPU を用いた2千2百万自

由度の3次元 Laplace 方程式の問題で1GPU に対して

3.5倍の高速化を実現した。 

研究テーマ：連続体シミュレーション技術の開発 

統合シミュレーション実験検証チーム 

（Multi-simulations Verification Team） 

研究チーム長：宮本 良之 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 当チームはマルチスケールシミュレーションの手法

の実験結果への適用性を検証することを目標としてい

る。そのために、時間と空間それぞれの軸において異

なる次元の現象を連結するスキームの確立を目指し、

産業用シミュレーション技術の開発に貢献する。H29

年度は、酸素ドープされた Si ナノクラスターの第一

原理計算を行い、ボロンやリン単体のドーピングの極

性が、Si クラスター中の置換位置や酸素との結合に依

存することを見出した。ゲノム改変を試みる産総研内

実験チームと協力しそのメカニズムを第一原理計算に

て探索し、ヌクレオチドの水酸基ラジカル反応障壁を

計算した。励起状態ダイナミクスに応用されている時

間依存密度汎関数理論と古典的な分子動力学計算を組

み合わせる手法にて、フェムト秒レーザー照射による

水分解においてグラフェンなどの2次元シート近傍で

は水分解のレーザー閾強度が低下することを見出し、

高効率レーザープロセスの可能性を示唆した。その他、

高速ラジカル衝突やレーザーアブレーションのシミュ

レーション基盤技術を開発した。 

研究テーマ：材料機能シミュレーション技術開発 

 

⑩【磁性粉末冶金研究センター】 

（Magnetic Powder Metallurgy Research Center） 

（存続期間：2016.4.1～） 

 

研究センター長：尾崎 公洋 

副研究センター長：多田 周二 

 

所在地：中部センター 

人 員：21名（21名） 

経 費：280,189千円（140,830千円） 

 

概 要： 

 磁性材料は、機能性材料として従来からさまざまな

産業用途に利用されてきたが、近年、環境意識の高ま

りにともなってその需要は大幅に増加している。その

ため、社会の持続性を担保し、産業の発展を実現する

観点から、より高い性能を可能とする新たな磁性材料

およびその応用技術の開発が強く要求されている。特

に、ハード磁性材料（永久磁石）やソフト磁性材料は、

低炭素社会の実現に貢献する次世代自動車や電化製品

などに用いられる高性能モーターを構成する重要な材

料である。また、磁気熱量材料は地球温暖化ガスを全

く使用しない次世代の冷凍システム（磁気冷凍システ
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ム）の構成材料として期待されている。 

 当研究センターでは、我が国における磁性材料技術

が世界を牽引し、関連産業の市場拡大に向けた礎を築

くことを大命題と掲げる。限りある資源のなかで省エ

ネルギーや環境に対応した高性能の磁性材料を実現す

るために、実用化に向けたコア技術や周辺プロセス技

術などモジュール化ならびにシステム化を含めて実験

レベルから実用化レベルまでの一貫した技術開発を行

っている。すなわち、資源リスクに対応できる磁石材

料、省エネルギーに寄与できるソフト磁性材料、環境

問題に対応できる磁気熱量材料などの実用化を出口と

して、それぞれに必要なプロセス技術の開発を進める

ため、1）高性能磁石およびソフト磁性材料の開発、

2）フロン類フリーを実現する冷凍システムと磁性材

料開発、ならびに3）バルク磁性材料創製のためのプ

ロセス技術の開発を3本柱のテーマとして掲げ、その

解決に取り組んでいる。 

 磁性粉末冶金研究センターは、産総研として上述の

ミッションを強力に推進するため、平成28年4月に新

ユニットとして設立された。ハード磁性材料チーム、

エントロピクス材料チーム、ソフト磁性材料チーム、

磁性材料プロセスチームおよび焼結プロセスチームの

5チームから構成され、それぞれのチームの特徴を活

かしながら磁性材料にかかる研究開発を包括的に進め

ている。 

 センター設立から2年目にあたる平成29年度は、そ

れまでの研究を継続する形で以下4つの戦略課題を設

定し、研究を推進した。 

研究テーマ1．耐熱性・耐環境性に優れた永久磁石材

料の開発 

 ハイブリッド自動車用モーターに使われる高性能磁

石など、資源・環境・エネルギー問題に対応した永久

磁石材料を開発する。これまでに培った粉末合成技術

や粉体・粉末冶金技術を駆使して新しい磁石製造プロ

セスを開発し、優れた特性を有する磁石の創製を行う。

特に、サマリウム－鉄－窒素磁性材料に着目し、ネオ

ジム磁石より高い保磁力と耐熱性を持つ焼結磁石の実

現を目指す。 

研究テーマ2．フロン類フリーを実現する冷凍システ

ムと磁性材料開発 

 環境負荷が小さくエネルギー効率の高い固体冷凍の

実現を目指して、磁場や電場などの印加により熱量効

果を生じる材料の特性解明・制御方策と作製技術を構

築する。具体的には La-Fe-Si-H 磁気熱量材料の合成

技術および相安定化技術の開発や、そのシステム応用

技術の開発に加え、新規エントロピクス材料の探索を

行う。 

研究テーマ3．高性能軟磁性材料の開発 

 高効率モーターを実現するために、高飽和磁化と低

鉄損を両立するソフト磁性材料の実現が求められてい

る。化学的粉末合成技術と粉末修飾技術を駆使して、

自動車用モーターのコア材料としてのソフト磁性材料

や、高周波に対応したソフト磁性材料など、用途に応

じた特性を有する高性能ソフト磁性材料の開発を目指

すとともに、その実用化のための基盤技術の構築を行

う。 

研究テーマ4．バルク磁性材料創製のためのプロセス

技術の開発 

 金属の凝固プロセス、電磁振動プロセス、マイクロ

波プロセスなど様々なプロセス及び組織評価技術を駆

使して、バルク磁性材料の開発ならびにその周辺技術

を開発し、さらに実用化に向けたプロセス技術を目指

す。これらのプロセスにより、組織が高度に制御され

た磁性材料や磁性粉末を開発する。同時に、磁気特性

を十分に発揮したバルク磁性材料を作製可能な焼結プ

ロセスを開発し、特に、高い耐熱性を有するサマリウ

ム－鉄－窒素磁性材料の高密度固化成形を目指して、

焼結プロセスの高度化を推進する。具体的には、粉末

性状、焼結圧力、焼結温度などの最適化、および高温

高加圧焼結に耐えうる金型材料の開発を進める。 

これらの共通プラットフォームとして、材料設計にお

ける計算科学的アプローチも協力体制として整備し、

研究開発の効率化も図っている。 

磁性粉末冶金研究センターでは、開発した技術の早

期事業化も重要な使命と位置づけている。橋渡し研究

として、資金提供を受けながら民間企業との研究交流

を幅広く実施し、磁性材料産業の牽引にも注力してい

る。橋渡し研究として、高性能耐熱磁石の創製や磁気

冷凍技術の実現に向けた材料開発を実施し、産業とし

ての展開を見据えながら企業と共同で事業化に向けた

経済的プロセス技術の確立に取り組んでいる。 

 一方、磁性材料分野における目的基礎の研究にも力

を入れている。磁性材料の新しい用途や応用分野を開

拓する目的で、磁性金属ナノ粒子の合成技術ならびに

電磁振動やマイクロ波を用いた熱処理プロセス技術な

ど関連技術も含め研究開発を行っている。 

戦略課題： 

・「耐熱性・耐環境性に優れた永久磁石材料の開発」 

・「フロン類フリーを実現する冷凍システムと磁性材

料開発」 

・「高性能軟磁性材料の開発」 

・「バルク磁性材料創製のためのプロセス技術の開発」 

--------------------------------------------------------------------------- 

外部資金： 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

エネルギー・環境新技術先導プログラム 

・「革新的高飽和磁束密度・低鉄損軟磁性粉体の開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

基盤研究（C） 
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・「粒界の精密制御による Sm-Fe-N 焼結磁石の高保

磁力化」 

・「結合相制御による高温高強度 TiCN 系サーメット

の創製と摩擦攪拌接合ツールへの応用」 

・「金属鉄／窒化鉄ナノ複合軟磁性粉体の創製」 

若手研究（B） 

・「溶融塩を用いた低温還元拡散法による高性能 Sm-

Fe-N 磁石粉末の開発」 

 

発 表：誌上発表17件、口頭発表69件、その他5件 

--------------------------------------------------------------------------- 

ハード磁性材料研究チーム 

（Hard Magnetic Materials Research Team） 

研究チーム長：高木 健太 

（中部センター） 

概 要：  

 エネルギー問題や環境問題の解決に寄与する高効率

モーターの主要部材となる高性能永久磁石材料の研究

開発を行った。特に、電気自動車の駆動モーター用永

久磁石を対象とし、耐熱性や耐候性に優れ、かつ資源

枯渇が危惧される重希土類元素を使用しない磁石の開

発に注力した。当チームでは、高温で Nd-Fe-B 磁石

を超える潜在力をもつ Sm-Fe-N 磁石に着目しており、

本化合物磁粉の難焼結を克服する研究開発を実施して

いる。その取組みの一つが低酸素環境下による焼結磁

石製造法の開発であり、本年度は主に残留磁化を向上

させる研究を中心に実施し、向上のための指針を科学

的に明示できた。一方で、焼結時の保磁力低下に対し

て、還元拡散法によって巨大保磁力をもつ超微粉を作

製する研究も行った。今年度は、表面改質や微量元素

添加などにより焼結性向上の指針を得た。加えて、磁

石性能を決める重要工程である磁粉成形の改善を目指

し、世界で初めて粉末形状を考慮できる磁粉成形シミ

ュレーションを開発した。さらに、次世代磁性材料と

して、強加工技術を利用した異方性ナノコンポジット

磁石や、熱プラズマ法による新規鉄リッチ希土類磁性

化合物の探索も行った。 

研究テーマ：テーマ題目1 

 

エントロピクス材料チーム 

（Entropics Materials Team） 

研究チーム長：藤田 麻哉 

（中部センター） 

概 要： 

 磁気冷凍や固体蓄熱など、磁性体内の電子自由度

（電荷・スピン・軌道）に関わるエントロピー現象を、

環境・エネルギー問題解決などの SDGs に役立てる

ことを目指して、“エントロピクス”の概念を確立し、

材料の特性解明・制御方策と作製技術を構築する。特

に橋渡し前期テーマとして La-Fe-Si-H 磁気熱量材料

の合成技術は、民間企業との共同研究を交え、水素の

安定性と熱特性向上を意識して、合金設計の改良を行

った。また、磁場以外の外場で駆動するエントロピク

ス材料の探索を行った。特にヴァナジウム系酸化物に

見られる金属-絶縁体転移に付随する熱量効果につい

て、応力・ひずみの影響を調べ、これらの機能を保持

して応用に向けた部材の大型化につなげる方策を検討

した。また、大学研究者との共同により、材料とシス

テムが協調できるベッド（冷凍機内の磁性体格納部）

の成形性に関する実験体制の構築を始動した。 

研究テーマ：テーマ題目2 

 

ソフト磁性材料チーム 

（Soft Magnetic Material Team） 

研究チーム長：松本 章宏 

（中部センター） 

概 要：  

高効率モーターを実現するためのコア材料としての

ソフト磁性材料や、高周波に対応したソフト磁性材料

など、用途に応じた特性を有する高性能ソフト磁性材

料の開発を目的とする。新規ソフト磁性材料の開発を

目指して、窒化物の分解によるナノ結晶組織形成を試

みた。TEM 観察、XRD 測定、メスバウア分光測定

等を行うことにより、合成条件が構造・磁気特性に与

える影響を評価した。飽和磁化値は合成条件にあまり

依存しないが、保磁力値は熱処理条件に大きく依存す

る事が判明した。また磁性材料を中心とした機能材料

への応用展開を目指して、フェライトへの他元素の複

合化・表面修飾技術について検討した。その結果、数

種の金属酸化物粒子をフェライト粒子表面に被覆でき

ることを確認した。 

研究テーマ：テーマ題目3 

 

磁性材料プロセスチーム 

（Magnetic Material Processing Team） 

研究チーム長：田村 卓也 

（中部センター） 

概 要： 

資源や環境を考慮した高性能磁性材料の開発、なら

びに磁気特性を活用した材料プロセス技術を開発した。

その結果、これまで液体急冷法にて作製が不可能であ

った高鉄族元素組成における鉄-希土類2元系アモルフ

ァス合金の作製方法を確立した。また、磁石材料への

適用可能性を検討する為、ハイエントロピー合金の溶

解・鋳造を行い、更に冷却速度と組織が関連付けられ

た合金系を精査することでハイエントロピー合金の冷

却速度に関して調査した。磁場中プロセスにおける磁

場の影響に関しては銅相中の Fe 粒子の形態および分

布状態へ及ぼす磁場の影響を調査することにより、

Fe 相の磁場による形態変化のメカニズムを明確にし
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た。また、フェライト系磁石のスラリーに関してマイ

クロ波による乾燥過程における配向性付与についての

検討を行った。 

研究テーマ：テーマ題目4 

 

焼結プロセスチーム 

（Sintering Process Team） 

研究チーム長：細川 裕之 

（中部センター） 

概 要： 

当研究チームでは、高性能磁石材料を作製するため

の高密度固化成形技術を確立することを主なミッショ

ンとし、①高性能磁石作製を目指したプロセス技術の

開発、②難焼結性磁石の緻密な焼結を可能とするため、

高温高負荷に耐えうる金型材料の開発を行っている。

①に関しては急冷凝固法を用いて、高性能磁粉を作製

可能な条件を検討した。熱処理・窒化条件については

最適条件の導出に取り組んだ。②に関しては、高温強

度等の特性を向上させることを目的として、第三炭化

物を添加することを検討した。第三炭化物添加による

焼結性の検討として、室温での機械的特性等を調査し

た。結果、硬度への影響は小さかったが、室温強度は

低下するものが多かった。ただし、第三炭化物添加に

より無添加材よりも高い値を示す材料を見出すことが

でき、健全な特性を有する第三炭化物添加材料の探索

に成功した。また、該技術を利用した難接合材料の摩

擦攪拌接合ツールへの応用など広く展開を図るべく、

開発材料のツール形状への加工技術を開発した。 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目4 

--------------------------------------------------------------------------- 

［テーマ題目1］耐熱性・耐環境性に優れた永久磁石材

料の開発 

［研究代表者］高木 健太、細川 裕之（ハード磁性材

料チーム、焼結プロセスチーム） 

［研究担当者］高木 健太、山口 渡、鈴木 一行、 

岡田 周祐、曽田 力央、細川 明秀、

平山 悠介、細川 裕之、下島 康嗣 

（常勤職員9名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、ハイブリッド自動車用モーターに使われ

る高性能磁石など、資源・環境・エネルギー問題に対応

した永久磁石材料を開発する。これまでに培った粉末合

成技術や粉体・粉末冶金技術を駆使して新しい磁石製造

プロセスを開発し、優れた特性を有する磁石の創製を行

う。特に、サマリウム－鉄－窒素磁性材料に着目し、ネ

オジム磁石より高い保磁力と耐熱性を持つ焼結磁石の実

現を目指す。 

 平成29年度は、昨年度までに見出した知見を活かし、

粉砕から成形までのプロセスが全て非暴露となる低酸素

プロセスを構築した。特に、残留磁化を向上させる研究

に力点を置き、残留磁化向上のための指針を科学的に明

示した。また、高性能 Sm-Fe-N 原料粉末の実現に向け、

巨大保磁力をもつ超微粉を作製するために還元拡散法を

利用した化学合成法の開発も実施した。特に、今年度は、

表面改質や微量元素の添加などによって焼結性向上の指

針を得ることができた。一方において、磁石性能を決め

る重要工程である磁粉成形の改善をめざし、世界で初め

て粉末形状を考慮できる磁粉成形シミュレーションを開

発した。さらに、次世代磁性材料として、強加工技術を

利用した異方性ナノコンポジット磁石や、熱プラズマ法

による新規鉄リッチ希土類磁性化合物の探索も行った。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］永久磁石、還元拡散法、成形シミュレー

ション、窒化技術、ナノセル化、低酸素

プロセス、低温焼結技術 

 

［テーマ題目2］フロン類フリーを実現する冷凍システ

ムと磁性材料開発 

［研究代表者］藤田 麻哉（エントロピクス材料チーム） 

［研究担当者］藤田 麻哉、楠森 毅、杵鞭 義明、 

中山 博行（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、環境負荷が小さくエネルギー効率の高い

固体冷凍の実現をめざして、磁場や電場などの印加によ

り熱量効果を生じる材料の特性解明・制御方策と作製技

術を構築する。具体的には La-Fe-Si-H 磁気熱量材料の

合成技術および相安定化技術の開発や、そのシステム応

用技術の開発に加え、新規エントロピクス材料の探索を

行う。 

 平成29年度は、橋渡し前期の位置づけとして La-Fe-

Si-H 磁気熱量材料の合成技術に関し、民間企業との共

同研究を交えながら水素の安定性および熱特性の向上に

重点を置いて合金設計を改良した。また、磁場以外の外

場で駆動するエントロピクス材料についても引き続き探

索した。特にヴァナジウム系酸化物に見られる金属-絶

縁体転移に付随する熱量効果について、応力・ひずみの

影響を調べ、これらの機能を保持して応用に向けた部材

の大型化につなげる方策を検討した。また、大学研究者

との共同により、材料とシステムが協調できる冷凍機内

の磁性体格納部（ベッド）について、その成形性に関す

る実験体制を構築した。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］エントロピクス、磁気冷凍、ランタン、ヴ

ァナジウム系酸化物、第一原理計算、モ

ジュール化 

 

［テーマ題目3］高性能軟磁性材料の開発 

［研究代表者］松本 章宏（ソフト磁性材料チーム） 

［研究担当者］松本 章宏、砥綿 篤哉、山本 真平 

（常勤職員3名、他1名） 
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［研 究 内 容］ 

 高効率モーターを実現するために、高飽和磁化と低鉄

損を両立するソフト磁性材料の実現が求められている。

本研究では、化学的粉末合成技術と粉末修飾技術を駆使

して、自動車用モーターのコア材料としてのソフト磁性

材料や、高周波に対応したソフト磁性材料など、用途に

応じた特性を有する高性能ソフト磁性材料の開発を目指

すとともに、その実用化のための基盤技術の構築を行う。 

 平成29年度は、新規ソフト磁性材料の開発をめざし

て、窒化物の分解によるナノ結晶組織形成を試みた。ま

た、TEM 観察、XRD 測定、メスバウア分光測定等を

行うことにより、合成条件が構造・磁気特性に与える影

響を評価した。これらの取り組みにより、飽和磁化値は

合成条件にあまり依存しないが、保磁力値は熱処理条件

に大きく依存する事を明らかにできた。さらに、磁性材

料を中心とした機能材料への応用展開を目的としてフェ

ライトへの他元素の複合化・表面修飾技術について検討

した結果、数種の金属酸化物粒子をフェライト粒子表面

に被覆できることを確認した。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］ソフト磁性材料、高飽和磁化、低保持力、

XPS 分析、窒化物、ナノ組織形成 

 

［テーマ題目4］バルク磁性材料創製のためのプロセス

技術の開発 

［研究代表者］田村 卓也、細川 裕之（磁性材料プロ

セスチーム、焼結プロセスチーム） 

［研究担当者］田村 卓也、細川 裕之、安岡 正喜、

李 明軍、中山 博行、加藤 清隆、 

下島 康嗣（常勤職員7名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、金属の凝固プロセス、電磁振動プロセス、

マイクロ波プロセスなど様々なプロセス及び組織評価技

術を駆使して、バルク磁性材料の開発ならびにその周辺

技術を開発し、さらに実用化に向けたプロセス技術を目

指す。これらのプロセスにより、組織が高度に制御され

た磁性材料や磁性粉末を開発する。同時に、磁気特性を

十分に発揮したバルク磁性材料を作製可能な焼結プロセ

スを開発し、特に、高い耐熱性を有するサマリウム－鉄

－窒素磁性材料の高密度固化成形を目指して、焼結プロ

セスの高度化を推進する。具体的には、粉末性状、焼結

圧力、焼結温度などの最適化、および高温高加圧焼結に

耐えうる金型材料の開発を進める。 

 平成29年度は、凝固プロセスとして、資源や環境を

考慮した高性能磁性材料の開発ならびに磁気特性を活用

した材料プロセス技術の開発を行った。その結果、これ

まで液体急冷法にて作製が不可能であった高鉄族元素組

成における鉄-希土類2元系アモルファス合金の作製方法

を確立することができた。また、磁石材料への適用可能

性を検討するため、ハイエントロピー合金の溶解・鋳造

を行い、更に冷却速度と組織が関連付けられた合金系を

精査することでハイエントロピー合金の冷却速度に関し

て調査した。磁場中プロセスにおける磁場の影響に関し

ては銅相中の Fe 粒子の形態および分布状態へ及ぼす磁

場の影響を調査することにより、Fe 相の磁場による形

態変化のメカニズムを明確にした。また、フェライト系

磁石のスラリーに関してマイクロ波による乾燥過程にお

ける配向性付与についての検討を行った。 

 一方、高性能磁石材料を作製するための高密度固化成

形技術については、安定した性能を可能にする急冷凝固

磁石粉末作製技術の開発、熱処理条件、窒化条件、およ

び焼結条件などプロセス技術の開発に取り組んだ。その

結果、急冷凝固法を用いた高性能磁粉の作製条件および

熱処理・窒化処理の最適条件の導出に向けた知見が得ら

れた。また、高温強度等の特性向上を目的とした第三炭

化物の添加について検討した結果、硬さへの影響は小さ

かったが、室温強度は低下するものが多かった。しかし

ながら、第三炭化物添加により無添加材よりも高い値を

示す材料を見出すことができ、健全な特性を有する第三

炭化物添加材料の探索に成功した。さらに、難接合材料

の摩擦攪拌接合ツールへの応用など広く展開を図るべく、

開発材料のツール形状への加工技術を開発した。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］凝固、電磁振動、マイクロ波、焼結技術、

金型材料、硬質材料 
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５）エレクトロニクス・製造領域 
（Department of Electronics and Manufacturing） 

 

領域長：金丸 正剛 

 

概 要： 

 領域長は、エレクトロニクス・製造領域における研

究の推進に係る業務の統括管理を行うとともに、領域

間の融合を推進する業務を実施している。 

--------------------------------------------------------------------------- 

① エレクトロニクス・製造領域研究戦略部 
（Research Promotion Division of Electronics and 

Manufacturing） 

 

研究戦略部長：原市 聡 

研究企画室長：芦田 極 

 

所在地：つくば中央第1 

人員：14名（13名） 

 

概 要： 

 研究戦略部長は、領域内企業連携強化に向けたマー

ケティング業務、各領域の人事マネジメント及び人材

育成に係る業務（企画本部及び総務本部の所掌に属す

るものを除く。）を統括するとともに、領域間の融合

を推進する業務を実施している。 

--------------------------------------------------------------------------- 

エレクトロニクス・製造領域研究戦略部研究企画室 

（Research Planning Office of Electronics and 

 Manufacturing） 

 

概 要： 

 当室は、エレクトロニクス・製造領域研究戦略部に

置かれ、研究所の業務のうち、当該領域における研究

の推進に関する業務を実施している。 

 具体的には、研究戦略の策定と研究計画のとりまと

め、研究戦略予算テーマの立案、領域重点化課題研究

テーマの選定・評価、研究ユニットへの交付金予算の

配分、領域内・領域間のスペース利用の調整、プロジ

ェクトの企画・立案・総合調整、経済産業省その他関

係団体等との調整、領域長及び研究戦略部長が行う業

務の支援、オープンプラットフォーム推進に係る企

画・調整、技術研究組合の窓口業務、見学・視察対応

等の業務を行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2018/3/31現在） 

 

［エレクトロニクス・製造領域研究戦略部研究企画室］ 

研究企画室長：芦田 極 他 

 

②【ナノエレクトロニクス研究部門】 
（Nanoelectronics Research Institute） 

（存続期間：2011.4.1～） 

 

研究部門長：安田 哲二 

副研究部門長：中野 隆志、昌原 明植 

首席研究員：富永 淳二、Kolobov Alexander、 

       原 史朗 

総括研究主幹：安藤 淳、秋永 広幸、高橋 健司 

 

所在地：つくば中央第1、つくば中央第2 

つくば中央第5 

人 員：65名（65名） 

経 費：1,420,549千円（544,731千円） 

 

概 要： 

1. 社会的・技術的背景と研究ユニットのミッション 

  データの生成・蓄積・流通の量は、10年で10倍

以上の指数関数的な速度で増加している。この大規

模データの利活用はビジネスの成功や公共サービス

の向上のために益々重要となっている。増加を続け

るデータを効率的に収集・解析・活用していくため

には、様々な IT 機器やセンサを多様なニーズに応

じて実現し、その性能を向上させ低消費電力化して

いくことが必要である。しかし、IT 機器等の高性

能化・低消費電力化を支えてきたシリコン集積回路

の微細化は、技術的な限界のために従来の所謂ムー

アの法則に沿った進展が困難になっている。また、

最先端半導体の開発や製造に要する投資規模の巨大

化という経済的理由も加わって、微細化が終焉しつ

つあることが広く認識され、2020年代後半に訪れ

ると予想されるポストスケーリング時代に向けて

様々な技術オプションが提案されるなど、技術開発

の潮流が変化している。 

 上述の認識に基づき、ナノエレクトロニクス研究

部門では第4期中長期計画期間のミッションを以下

のように設定している。すなわち、集積回路に用い

られる材料、デバイス、作製プロセス、設計、及び、

解析評価に関する革新技術を創出し、大規模化・多

様化するデータ利活用を高速化・超低消費電力化す

るハードウェア開発を先導する。また、超伝導、ミ

ニマルファブ、FPGA 等の技術を応用して、社会

や市場の多様なニーズに対応する高性能センシング

や変量多品種デバイス製造・回路設計を実現する。

研究成果を企業との共同研究・受託研究や地域セン

ターとの連携を通じて橋渡しすると共に、そのプロ

セスを通じて研究人材や技術経営人材を育成する。

これらの取り組みにより、急速な変化を続ける半導

体関連分野における我が国の産業競争力を強化し、

イノベーション創出の基盤である情報通信プラット
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フォームの高度化と高効率化に貢献する。 

2. 重点的に取り組む課題 

ナノエレクトロニクス研究部門は主に以下の4項

目について重点的に研究を進めている。 

（1）半導体集積化技術の追求による情報通信シス

テムの高性能化および超低消費電力化 

 大規模化するデータに対応して高性能な情報

処理を高エネルギー効率で行うための技術とし

て、ギガバイトクラスの集積度を持つ相変化メ

モリ技術、シリコン MOSFET の駆動力省エネ

性を超えるロジックデバイス技術、これらを三

次元集積する技術を開発する。 

（2）新規情報処理技術による情報通信システムの

高性能化および超低消費電力化 

 通常の CMOS 集積回路では実現できない新

規の情報処理技術を創出するために必要となる

新材料技術および新原理デバイス技術を開発す

る。 

（3）もののインターネット化に対応する製造およ

びセンシング技術 

 社会インフラや産業インフラの保守や点検等

に資するため、高エネルギー分解能の超伝導検

出器の多画素・多重化技術を開発する。 

（4）ものづくりにおける産業競争力強化のための

設計・製造技術 

 エレクトロニクス・MEMS の変量多品種オン

デマンド生産技術として、ミニマルファブ技術

の開発を行う。 

  平成29年度は、上記（1）については、NEDO

「IoT 技術開発加速のためのオープンイノベーショ

ン推進事業」で TIA 推進センターと協力してスー

パークリーンルーム等の共用施設に整備した装置群

を用いて、3次元実装・集積に関する研究開発を推

進した。また、特筆する成果としては、CMOS デ

ジタル回路の低消費電力化へ向けた取り組みにおけ

る、Ge チャネルの超薄膜形成技術の確立や電子移

動度向上の条件の発見や、タングステン内包 Si ク

ラスタを用いた、半導体デバイスの消費電力性能に

影響する半導体－金属接合の電気抵抗の低減成功が

上げられる。上記（2）に関しては、受託している

NEDO「IoT 推進のための横断技術開発プロジェク

ト」等において、新しいコンピューティングに向け

た回路・デバイス・材料の研究開発を進めた。特に、

超伝導量子アニーリングマシン関連では、組み合わ

せ最適化問題に対する8ビット動作シミュレーショ

ンに成功した。脳型情報処理向けの2端子アナログ

型抵抗変化素子の開発では、抵抗変化の制御性に優

れた機能性酸化物材料の組み合わせを見出した。ま

た、Si トンネル FET でスピンマニピュレーション

手法の最適化による世界最高温度（10 K）での量

子ビット動作の成功や、機械学習の訓練処理過程を

高効率・高速に行う手法を開発し、低消費電力化

（回路規模を85 %削減）できることを明らかにし

た。上記（3）については、世界最高レベルである

1,000画素の超伝導アレイ検出器の実現や、機能性

酸化物と Pt 電極からなるナノギャップ構造を応用

して省電力性に優れた非加熱式水素ガスセンサ素子

の開発を進めた。上記（4）に関しては、平成30年

度以降のミニマルファブ共用ラインの公開を想定し

て、変量多品種デバイス製造技術開発を加速させた。

特にミニマルファブによる IoT デバイス変量多品

種製造技術の開発では、ミニマルファブ技術による

装置群を実用レベルに仕上げ、MEMS メンブレン

上に CMOS を集積した圧力センサーの開発と動作

実証に成功した。 

3. 研究の実施体制 

ナノエレクトロニクス研究部門では、「半導体デ

バイス集積技術」、「超伝導体デバイス集積技術」、

「新材料・新デバイス・ナノスケール計測技術」、

「変量多品種製造技術」の4つを研究部門としてカ

バーすべき分野として設定している。H29年度も前

年度に引き続き、「半導体デバイス集積技術」につ

いてはナノ CMOS 集積グループ、新材料デバイス

集積グループ、3D 集積システムグループ、エレク

トロインフォマティクスグループの4グループ、

「超伝導体デバイス集積技術」については超伝導計

測信号処理グループと超伝導分光エレクトロニクス

グループの2グループ、「新材料・新デバイス・ナ

ノ計測技術」については、システマティックマテリ

アルズデザイングループとエマージングデバイスグ

ループの2グループ、「変量多品種製造技術」につ

いてはミニマルシステムグループとカスタムデバイ

スグループの2グループを置いて研究を実施した。

また、クロスアポイントメント制度を引き続き活用

し、東北大学の寒川誠二教授を招聘し、中性粒子ビ

ーム加工による微細加工プロセスの適用例拡大を進

めた。 

4. 研究部門の運営 

 ナノエレクトロニクス研究部門の成果の主たる橋

渡し先は半導体関連企業（デバイスメーカー、半導

体ユーザー企業、装置・計測器メーカー、材料メー

カー、ファブレス、ファウンドリ等）である。半導

体産業では、微細化が限界に近づく中で、多様化が

著しい技術オプションについて、技術や市場の急速

な変化に対応しつつ研究開発を行うことが求められ

ている。この状況の中で半導体関連企業が求めてい

るのは、ナノエレクトロニクスに関する科学的・技

術的な蓄積を有する当部門をパートナーとして研究

開発を進めることにより、技術潮流を見通した研究

開発を先導し世界市場の中での競争力を維持・向上
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していくことである。この認識に基づき、当研究部

門の軸足は、橋渡し前期の研究、及び、目的基礎研

究に置いた。ただし、製品や製造技術の実用化に向

けた個別具体的な問題解決にも一定のエフォートを

振り分け、この橋渡し後期の研究開発の中で、目的

基礎や橋渡し前期の研究の課題設定を研ぎ澄まして

いくことを狙った。すなわち、目的基礎研究と橋渡

し研究とをリニアモデルの枠組みで捉えるのではな

く、両者の間で好循環を回していくことをユニット

運営の基本とした。 

 研究資金に関しては、戦略予算と外部資金（公的

資金、企業との共同研究等）を用いて、上記2.の4

つの研究項目についての代表的な成果を創出した。

領域から配分された重点化課題予算は、これら代表

的成果創出の基盤となる各研究グループの要素技術

を磨くと共に、シーズ技術を育てるために用いた。 

--------------------------------------------------------------------------- 

外部資金： 

受託研究／国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総

合開発機構／次世代スマートデバイス開発プロジェクト/

車載用障害物センシングデバイスの開発 

 

受託研究／国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総

合開発機構／IoT 推進のための横断技術開発プロジェク

ト／超低消費電力データ収集システムの研究開発 

 

受託研究／国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総

合開発機構／IoT 推進のための横断技術開発プロジェク

ト／組合せ最適化処理に向けた革新的アニーリングマシ

ンの研究開発 

 

受託研究／国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総

合開発機構／IoT 推進のための横断技術開発プロジェク

ト／超高速・低消費電力ビッグデータ処理を実現・利活

用する脳型推論集積システムの研究開発 

 

受託研究／国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総

合開発機構／IoT 推進のための横断技術開発プロジェク

ト／Sensor－to－Cloud Security ～ ビッグデータを守

る革新的 IoT セキュリティ基盤技術の研究開発 

 

受託研究／国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総

合開発機構／IoT 推進のための横断技術開発プロジェク

ト／複製不可能デバイスを活用した IoT ハードウェアセ

キュリティ基盤の研究開発 

 

受託研究／JST 戦略研究推進部／国立研究開発法人科学

技術振興機構／戦略的創造研究推進事業（CREST）／

極薄強誘電体膜の形成と機能デバイスの開発 

 

受託研究／JST 戦略研究推進部／国立研究開発法人科学

技術振興機構／戦略的創造研究推進事業（CREST）／

極薄強誘電体膜の形成と機能デバイスの開発 

 

受託研究／JST 戦略研究推進部／国立研究開発法人科学

技術振興機構／戦略的創造研究推進事業（CREST）／

カルコゲン超格子によるトポロジカル機能発現とマルチ

フェロイック機能デバイスの創製 

 

受託研究／JST 戦略研究推進部／国立研究開発法人科学

技術振興機構／戦略的創造研究推進事業（CREST）／

テラヘルツ検知用半導体ナノ素材・素子の研究 

 

受託研究／JST 戦略研究推進部／国立研究開発法人科学

技術振興機構／戦略的創造研究推進事業（CREST）／

長期保管メモリの材料設計および評価 

 

受託研究／JST 戦略研究推進部／国立研究開発法人科学

技術振興機構／戦略的創造研究推進事業（CREST）／

超伝導集積化プロセス 

 

受託研究／JST 戦略研究推進部／国立研究開発法人科学

技術振興機構／戦略的創造研究推進事業（CREST）／

原子層ヘテロ構造デバイスの実証と3次元集積 LSI のた

めの原子層成膜プロセスの開発 

 

受託研究／JST 戦略研究推進部／国立研究開発法人科学

技術振興機構／戦略的創造研究推進事業（CREST）／

低雑音・広帯域超伝導信号読出技術の開発 

 

受託研究／JST 戦略研究推進部／国立研究開発法人科学

技術振興機構／戦略的創造研究推進事業（さきがけ）／

量子プロセッサーの大規模化へ向けた量子インターコネ

クションの基盤技術の創成 

 

受託研究／JST イノベーション拠点推進部／国立研究開

発法人科学技術振興機構／SIP（戦略的イノベーション

創造プログラム）「革新的構造材料」／微細加工施設及

び陽電子施設を中心とした先端計測技術開発と拠点形成、

構造材料の未活用情報を取得する先端計測技術開発 

 

受託研究／独立行政法人日本学術振興会／平成29年度二

国間交流事業共同研究／ゲルマニウムスズ系薄膜のキャ

リア・熱輸送特性の最適化と高性能トランジスタ応用 

 

受託研究／国立大学法人東北大学／国立大学法人東北大

学／橋渡し研究戦略的推進プログラム「医工連携を基盤

としたオープン・イノベーション・プラットフォーム構

築」／層状化合物を利用した電界効果トランジスターと

分子の光励起を組み合わせたフォトニクスデバイス生体
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分子センサーの開発 

 

受託研究／国立大学法人横浜国立大学／FEA プロセスに

よるイオン源の高密度実装ならびにグラフェン電子源の

高効率化 

 

文部科学省／科研費／新学術領域研究（研究領域提案型）

／低コストナノギャップ電極作製手法と単一分子ガスセ

ンサの開発 

 

文部科学省／科研費／基盤研究（A）／超伝導検出器多

画素化と冷却系簡素化を両立するマトリョーシカ型周波

数多重読出回路 

 

文部科学省／科研費／基盤研究（A）／多層界面ダイポ

ール変調不揮発メモリの酸化膜界面構造最適化とアナロ

グ動作モデリング 

 

文部科学省／科研費／基盤研究（B）／トポロジカル絶

縁体/超伝導体接合におけるスピン流を用いた熱制御デバ

イスの理論 

 

文部科学省／科研費／基盤研究（B）／革新的な超伝導

分子検出技術の開拓と宇宙における分子進化の精密評価

への展開 

 

文部科学省／科研費／基盤研究（B）／超低消費電力ト

ランジスタ SOTB における IC チップ偽造防止技術 PUF

の有効性検証 

 

文部科学省／科研費／基盤研究（C）／2次元超伝導相転

移から見た超伝導デバイスの革新的評価方法の開発 

 

文部科学省／科研費／基盤研究（B）／超伝導光検出器

を用いた液体ヘリウム TPC の開発と軽い暗黒物質の探

索 

 

文部科学省／科研費／若手研究（A）／金属蒸気触媒

CVD によるグラフェンの絶縁基板上直接合成と高効率

MOS 冷陰極の開発 

 

文部科学省／科研費／若手研究（A）／トンネルトラン

ジスタのトラップエンジニアリングによる新機能素子の

創製 

 

文部科学省／科研費／若手研究（A）／単一細胞内タン

パク質のイメージング質量分析を実現する撮像型分子検

出器 

 

文部科学省／科研費／基盤研究（C）／閾値電圧制御に

よる低消費電力 FPGA の設計・評価環境の開発 

文部科学省／科研費／基盤研究（C）／Ab-initio study of 

topological chalcogenide van-der-Waals heterostructures 

and superlattices 

 

文部科学省／科研費／挑戦的萌芽研究／原子層シリサイ

ド半導体による革新的エレクトロニクス要素技術 

 

文部科学省／科研費／挑戦的萌芽研究／絶縁基板上グラ

ファイト層間化合物集積化技術の開発とデバイス応用 

 

文部科学省／科研費／若手研究（B）／真贋判定技術 

PUF のチップ出荷前の効率的な認証情報取得技術 

 

文部科学省／科研費／若手研究（B）／ナノワイヤにお

けるフォノン熱輸送とひずみの関係の原子論的解析 

 

文部科学省／科研費／基盤研究（A）／シリコン量子ビ

ット集積化に向けたスピン結合基本技術の創製 

 

文部科学省／科研費／基盤研究（C）／100V 量子交流標

準素子の開発 

 

文部科学省／科研費／若手研究（B）／超伝導トンネル

接合-超伝導コイル一体構造型 X 線検出器の開発 

 

文部科学省／科研費（研究分担者）／基盤研究（S）／

熱力学的極限に挑む断熱モード磁束量子プロセッサの研

究 

 

文部科学省／科研費（研究分担者）／基盤研究（S）／

layer transfer による高移動度材料3次元集積 CMOS の

精密構造制御 

 

文部科学省／科研費（研究分担者）／基盤研究（S）／

layer transfer による高移動度材料3次元集積 CMOS の

精密構造制御 

 

文部科学省／科研費（研究分担者）／基盤研究（A）／

大規模 SSPD アレイによるシングルフォトンイメージン

グ技術の創出 

 

文部科学省／科研費（研究分担者）／基盤研究（A）／

超並列アナログ脳型 LSI に向けたナノ構造メモリ素子と

その集積回路化の研究 

 

文部科学省／科研費（研究分担者）／基盤研究（A）／

超伝導転移端センサが実現する粒子線治療用線量標準の

高精度化 
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文部科学省／科研費（研究分担者）／基盤研究（A）／ 

 

文部科学省／科研費（研究分担者）／基盤研究（A）／

超伝導転移端センサが実現する粒子線治療用線量標準の

高精度化 

 

文部科学省／科研費（研究分担者）／基盤研究（B）／

革新的グラフェンフラット電極の開発による単分子デバ

イスの機能計測 

 

文部科学省／科研費（研究分担者）／基盤研究（C）／

最高速 CPU 開発に向けた高品質バルク混晶シリコンゲ

ルマニウム単結晶育成方法の確立 

 

文部科学省／科研費（研究分担者）／基盤研究（C）／1

次元超伝導ー 

 

機関補助金／経済産業省／一般社団法人研究産業・産業

技術振興協会／平成29年度戦略的基盤技術高度化支援事

業（機関補助金）／マスクレス超低損傷加工を実現する

ミニマル・バイオテンプレート形成装置とミニマル中性

粒子ビームエッチング装置の開発 

 

機関補助金／経済産業省／国立大学法人東北大学未来科

学技術共同研究センター／平成29年度戦略的基盤技術高

度化支援事業（機関補助金）／ナノパーティクルデポジ

ション法で形成する微細金コーンバンプを使った微細ピ

ッチ低温バンプ接合技術の実用化研究開発 

 

機関補助金／経済産業省／一般財団法人金属系材料研究

開発センター／平成29年度戦略的基盤技術高度化支援事

業（機関補助金）／金属蒸気触媒 CVD 技術を用いたミ

ニマルファブ用絶縁基板上グラフェン直接合成装置の開

発 

 

機関補助金／文部科学省／科学技術人材育成費補助金／

卓越研究員事業 

 

受託研究／経済産業省／株式会社三菱総合研究所／平成

29年度省エネルギー等国際標準開発（国際電気標準分野）

／酸化物デバイスと電極界面の電気的特性評価方法に関

する国際標準化 

 

機関補助金／経済産業省／よこはまティーエルオー株式

会社／平成29年度戦略的基盤技術高度化支援事業（機関

補助金）／微細パターンの基板に対応した真空差圧式レ

ジスト剥離、エッチング装置の開発 

 

発 表：誌上発表202件、口頭発表464件、その他13件 

--------------------------------------------------------------------------- 

ナノ CMOS 集積グループ 

（Nano-CMOS Integration Group） 

研究グループ長：松川 貴 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 IoT や AI など今後さらに発展する IT 技術は、ハ

ードウェアの面でシリコン集積回路の進化に支えられ

ている。当グループはシリコン集積回路・ハードウェ

アのさらなる高性能化・低消費電力化を推し進めるた

めの基盤技術を開発し、我が国の IT 社会と半導体関

連産業に貢献することを目指している。近年、半導体

の単純な寸法縮小ではハードウェア性能向上が困難に

なってきている中、シリコン CMOS プラットフォー

ムに適用可能な新規デバイス技術として、MOSFET

の限界を超える省電力性を有する新原理トランジスタ、

新規記憶機能デバイスの研究を行っている。加えて、

新規デバイスを活用する回路技術、機械学習や新原理

コンピューティングに対応する回路・ハードウェア技

術の研究開発を行っている。上記研究テーマの推進に

あたり、ナノエレクトロニクス研究部門で管理するナ

ノ棟 CMOS 試作設備や設計環境を整備・活用し、新

規デバイス・回路・ハードウェアの開発、評価を行っ

ている。また、上記研究開発によるシーズ技術を元に、

産学との積極的な連携を進めている。 

研究テーマ：テーマ題目3 

 

新材料デバイス集積グループ 

（Advanced Materials and Devices Integration Group） 

研究グループ長：遠藤 和彦 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 情報イノベーションで日々増大する大容量データを

効率的に処理するには、半導体集積回路の集積度や性

能を更に向上させる必要がある。これまでは、スケー

リングと呼ばれる半導体集積回路の微細化によりその

性能が向上し、飛躍的な情報処理技術の発展に寄与し

ていた。しかしながら、半導体集積回路の微細化が、

近年はいよいよその物理的限界に近付きつつあり、微

細化による性能向上に限界が見え始めている。そこで

本研究グループは、微細化に頼らない集積回路高性能

化のために、ポストシリコン材料と呼ばれるシリコン

を凌駕する特性を持つ半導体材料の導入を積極的に進

め、主として下記の研究課題を進めている。（1）化

合物半導体や、ゲルマニウム、遷移金属ダイカルコゲ

ナイド等の高移動度チャネルを用いた高性能トランジ

スタ技術、（2）上記異種材料のシリコンウエハー上

への集積化技術、（3）複数の異種材料トランジスタ

層をシリコンウエハー上に3次元に積層化するための

基盤技術、（3）磁性やスピンを利用した新構造メモ

リや新原理トランジスタ、（4）負性容量をゲートス
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タックに持つ新規トランジスタや、ゲートスタックの

信頼性評価、（5）物理モデルの搭載が容易で、大規

模並列計算により幅広いデバイス開発に貢献するテク

ノロジーCAD（TCAD）の開発 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目2、テーマ題目4、

テーマ題目11 

 

3D 集積システムグループ 

（3D Integration System Group） 

研究グループ長：菊地 克弥 

（つくば中央第1本部・情報棟） 

概 要： 

 3次元集積実装技術を活用した超低消費電力 LSI 集

積システムの研究開発に取り組む。平成29年度は、

車載用センシングデバイスやスーパーコンピュータ等

IoT 社会の実現に向けてエッジデバイスからクラウド

システムまで応用可能な3次元集積実装システムの設

計・プロセス技術・プロセス評価技術に関する研究開

発を進めた。 特に、3次元積層構造の構築に向けて、

シリコン貫通電極(TSV)技術において、熱応力の解析

技術及びその評価技術の構築を含め、3次元積層構造

の高信頼性に向けた研究開発を進めた。また、3次元

積層構造の構築に向けた、チップ積層技術やウェーハ

積層技術の研究開発を進めた。また、3次元集積実装

システムにおける、シグナルインテグリティ（SI）・

パワーインテグリティ（PI）に向けて、設計・解析

評価技術の研究開発を進めた。 

 

エレクトロインフォマティクスグループ 

（Electroinformatics Group） 

研究グループ長：川畑 史郎 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 当グループでは、ナノ・量子エレクトロニクス技術

が生み出すシーズと情報技術からの多様なニーズとを

垂直統合的に分野融合させ、市場開拓が見込まれる未

知の新しい電子・量子情報技術の創出を目指して以下

の研究を進めている。（1）FlexPowerFPGA の開

発：新型デバイスの応用例として、しきい値電圧をプ

ロ グ ラ ム 可 能 な 超 低 消 費 電 力 FPGA で あ る

FlexPowerFPGA および関技術を開発する。（2）IC

チップの偽造防止および認証手法の開発：IC チップ

の 偽 造 防 止 技 術 で あ る Physically Unclonable 

Function（PUF）の特性評価 を行なう。（3）非ノイ

マン型計算機に関する研究：近年期待の高まる新しい

コンピューティング技術について、産総研でチップ開

発可能な超伝導量子アニーリングを中心として検討す

る。（4）新型デバイス回路応用技術等の研究：エレ

クトロニクス技術の提供するシーズと情報処理技術か

らのニーズとを一元的に融合させた、新たな付加価値

を生む情報システム技術について、デバイスの特性を

巧みに利用した新しい回路技術に重点を置きつつ、新

たな応用技術の模索、関連技術の調査、基本特許の出

願、論文発表、新規プロジェクトの提案を行なう。

（5）トポロジカル・原子層材料フォトニクスの研

究：近年新機能材料として注目を集めているトポロジ

カル物質及び原子層材料の光物性に関して理論的に研

究を行う。 

研究テーマ：テーマ題目3、テーマ題目7、テーマ題目8 

 

ミニマルシステムグループ 

（Minimal System Group） 

研究グループ長：原 史朗 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 低コスト集積回路製造の究極の姿は、ルームサイズ

のファクトリーである。それぞれの製造装置は1フィ

ート立方 程度の大きさとなる。この新しい産業シス

テム構築構想を「ミニマルファブ構想」と名付け、

2010年1月にファブシステム研究会（設立時：企業16

社2大学、本報告執筆時点：119社14大学4特許事務所

7公的機関）を立ち上げ、構想実現のための技術開発

を進めている。ミニマルファブは、現行300 mm ウェ

ハと比較しておおよそ面積が1/1,000のハーフインチ

ウェハ（正確には直径12.5 mm）を用いることで、

装置サイズを幅30 cm まで縮小し、これによって設備

投資額も1/1,000の5億円程度まで抑える最小単位の半

導体デバイス生産システムである。 

 研究会企業、そして2017年に設立した一般社団法

人ミニマルファブ推進機構とともに産総研を中核とし

てミニマルファブの開発を進めている。本グループの

ミッションは、その開発全体を統括し開発をリードす

ること、ミニマルファブの共通コア技術であるウェハ

搬送系の開発を行うこと、ミニマルファブに関する

様々な要素の仕様決定を推進すること、開発装置群を

用いたデバイスを試作することなどである。本年度は、

開発した前工程装置群を用いて、実用 CMOS のプロ

セス技術開発を行い2入力 NAND ゲートの動作に成

功した。また、ミニマル装置の制御系を一新しセキュ

リティ対策を万全にした新型システムを実用化した。

今後は、集積回路へ向けた実用 CMOS 技術の開発と、

実用 MEMS 技術開発に注力してゆく。 

研究テーマ：テーマ題目5、テーマ題目9 

 

カスタムデバイスグループ 

（Custom Device Group） 

研究グループ長：長尾 昌善 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 我々は、社会や市場の多様なニーズに応える新機
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能・集積デバイス技術を提供することをめざして、多

様で特徴のあるデバイスの基盤技術・プロセス技術を

開発することを目標としている。特に多様化が求めら

れるセンサーデバイスやメモリデバイスなどへの応用

が可能な、産総研独自の基盤要素技術の開発に注力す

るとともに、各デバイス開発の共通基盤インフラとな

るミニマル装置群と既存ファブのハイブリッドプロセ

スの開発を進めている。産総研独自の基盤技術開発と

して、以下の課題を推進している。不揮発メモリへの

応用が有望な強誘電体トランジスタのデバイス構造や

プロセスの最適化。耐放射線撮像素子や大電力高周波

デバイスなど半導体では実現できないデバイス応用が

可能な産総研独自の電子源技術の開発。多様なセンサ

への展開が期待できる、CMOS-MEMS 融合デバイス

の開発。また、絶縁基板上へダイレクトにグラフェン

を成膜できる技術を活用して、ガス中や溶液中で動作

する新規な MOS 型電子源の開発や、透明導電膜への

応用を目指している。以上のデバイス技術開発に加え、

デバイス開発を下支えする計測技術として、走査プロ

ーブ顕微鏡を用いた不純物分布の計測・評価技術にも

取り組んでいる。 

研究テーマ：テーマ題目5、テーマ題目6 

 

超伝導計測信号処理グループ 

（Superconducting Sensors and Circuits Group） 

研究グループ長：山森 弘毅 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 科学技術・産業技術に関わるあらゆる分野で重要性

が認識される計測と、その信頼性を保証する計量標準

の発展に資するため、半導体や磁性体等、他の素材で

は実現不可能な高精度計測・低雑音計測を実現する超

伝導デバイス、およびそれを中核とする計測器を開発

し、産業発展に不可欠な基盤技術と分析評価技術や、

国民の健康や安全・安心な生活に資する技術の拡充を

目指した研究を行っている。現在の主流であるノイマ

ン型コンピュータの欠点を補完する計算手法として近

年注目を集めている、超伝導デバイスに基づく量子ア

ニーリングの研究開発と、万能型量子コンピュータを

実現するために、空間的に離れた複数の超伝導量子ビ

ット間や量子チップ間をマイクロ波光子によって量子

的に接続する“量子インターコネクション”の基盤技

術開発を行っている。また、超伝導検出器の性能向上

に必要な多重読出し技術の研究開発や、量子電圧標準

素子の研究開発を行っている。標記をはじめとした広

汎な応用において、日本の超伝導エレクトロニクス研

究の土台を支えるため、共同研究機関に頒布できる超

伝導デバイス・集積回路を CRAVITY（Clean Room 

for Analog digital superconductiVITY）で作製する

ための技術の維持・発展に必要な研究を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目7、テーマ題目8 

 

超伝導分光エレクトロニクスグループ 

（Superconducting Spectronics Group） 

研究グループ長：浮辺 雅宏  

（つくば中央第2） 

概 要： 

 超伝導エレクトロニクスを利用して、従来技術の限

界を超える分光、計算性能を実現する。このために、

ナノテクノロジー微細加工技術と超伝導理論の双方を

活用したアレイセンシングデバイスの開発とそれを活

用した先端計測分析機器や、非ノイマン型情報処理の

ための革新的コンピューティングデバイスの開発を推

し進め、計測分析機器のユーザーへの公開や、情報処

理能力の飛躍的向上の実現による社会貢献をなすこと

をミッションとする。具体的には、軟 X 線蛍光収量

X 線吸収分光及び蛍光 X 線分光にて微量軽元素等の

分析を可能にする、放射光ビームラインに設置の分析

ステーション（SC-XAFS）及び SEM-EDX システム

（SC-SEM）にて、SIP 等の国プロ、企業等からのニ

ーズに対して有効性をアピールする他、センシングデ

バイスが検出可能な X 線エネルギーの拡大にも努め、

国内外の放射光施設等への超伝導軟Ｘ線検出器の新規

導入やラボベースの同検出器システムの商用化を推進

する。質量分析では、新原理に基づく粒子検出器の性

能向上による分析能力の向上を実現、ファージ等の分

析へと展開する。量子計算機では、開発する量子演算

チップの基本演算性能を検証し、将来の量子アニーリ

ング機械実現への道筋を作る。運営する超伝導アナロ

グ・デジタルデバイス開発施設（CRAVITY）では、

商用も含めた超伝導デバイスの外部供給を実現する。 

研究テーマ：テーマ題目8 

 

エマージングデバイスグループ 

（Emerging Device Group） 

研究グループ長：秋永 広幸  

（つくば中央第5） 

概 要： 

 「新しい研究分野あるいは研究概念を創造し、将来

のナノエレクトロニクス技術の発展方向を明確な科学

的根拠を以て社会に提示すること」、「研究及び開発の

成果を社会に実装する駆動力となること」が本研究グ

ループの長期目標である。機能性酸化物を主たる研究

対象とし、それらの物質をナノ構造化、あるいは異種

材料の界面を原子レベルで精密に接合することによっ

て、合目的的に設計されたデバイス機能の発現と制御

を可能としたナノデバイスの開発成功例を積み上げて

いくことを本グループの活動指針としている。具体的

には、不揮発性メモリ、非ノイマン型情報処理用デバ

イス・回路、センサーを含むインテリジェントエッジ
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システム等の研究開発を推進している。また、目標達

成に向けて、「新機能・高機能」、「省エネ・省資源」、

そして「高生産性・低コスト」の3つの性能指標を相

反させないこと、「材料」、「デバイス」、「回路」、「ア

ーキテクチャ」、「システム」の5つのレイヤーにおけ

る研究開発を連携・最適化することをガイドラインと

している。さらに、研究開発成果の社会実装を効率的

に推進するため、開発技術のオープンプラットフォー

ム化と国際標準化を実施している。 

 

システマティックマテリアルズデザイングループ 

（Systematic Materials Design Group） 

研究グループ長：宮田 典幸 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 情報通信機器に組み込むハードウエアの性能向上や

新機能追加等を目的として、従来とは異なる半導体材

料や新原理デバイスの研究開発が進められている。そ

の中でも、当グループが主体となって進めているカル

コゲン化合物超格子材料は、不揮発性メモリやテラヘ

ルツ検出器など、広い応用が見込める材料である。不

揮発メモリとしては、従来のカルコゲン化合物合金を

用いた相変化型メモリ比べて格段にエネルギー効率や

信頼性の向上が可能であり、将来の大規模データ処

理・管理に向けたストレージ技術として期待されてい

る。本年度は、企業が進める実用化研究に参加し、

GeTe/Sb2Te3系超格子膜の形成および材料設計で貢

献した。一方、カルコゲン化合物超格子は、トポロジ

カル絶縁体とよばれる新しい量子物理現象を発現する

材料でもある。当グループでは、超格子膜のトポ絶縁

性を応用したマルチフェロイックデバイスや室温テラ

ヘルツ検出器の研究開発を進めている。また、

SiGeSn 半導体、原子層カルコゲナイド薄膜や酸化物

超格子などの新しい電子材料の研究も行なっており、

それらの研究では、走査プローブ顕微鏡やヘリウムイ

オン顕微鏡などの分析手法、さらに第一原理計算によ

る材料設計を積極的に取り入れている。 

研究テーマ：テーマ題目2、テーマ題目4 

--------------------------------------------------------------------------- 

［テーマ題目1］Impulse TCAD の実用化に向けた研究

開発  

［研究代表者］福田 浩一（エレクトロインフォマティ

クスグループ） 

［研究担当者］福田 浩一、服部 淳一、浅井 栄大、

酒井 滋樹、高橋 光恵、池上 努 

（情報技術研究部門）（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

 情報技術研究部門と協力し、次世代の半導体デバイス

を設計するためのオリジナルなデバイスシミュレータ

Impulse TCAD を開発してきた。本テーマは Impulse 

TCAD の実用化を目指し、デバイス研究者と協力して

必要な機能・物理モデルを搭載し、様々なデバイスの解

析を可能にすることを通じて、実用度の向上を図るもの

である。昨年度は実用化を目指す例として、フィン型

MOS トランジスタ、有機半導体薄膜トランジスタ

（TFT）等の解析に必要な機能・物理モデルを搭載し、

これらデバイスの解析例を示すことに成功した。中でも

新原理の負性容量トランジスタについては、その解析を

世界に先駆けて実現し、IEDM2016で発表した。これ

により Impulse TCAD の威力を内外に示すことができ

た。 

今年度はコーディングが難しい非局所バンド間トンネ

ルモデルを Impulse TCAD に組み込み、新たにトンネ

ル FET（TFET）の解析を可能にした。また、界面準

位の動的な挙動を解析するための物理モデルを搭載した。

これにより界面準位を含む MOS 型デバイスの解析が可

能になった。また負性容量トランジスタについては、今

年度も世界で初めてトランジェント解析を可能にし、

IEDM2017で発表した。これについては海外の研究機

関からも問い合わせが来ており、今後研究機関同士の協

力関係に発展する可能性がある。以上の解析における物

理モデルの組み込みにおいて、Impulse TCAD の特徴

である自動微分の機能が十分に効果を発揮し、短期間で

新しい物理モデルの追加が可能であることを実証した。 

Impulse TCAD については他ユニットが主体のプロ

ジェクトで活用中であり、その中で技術組合が使うため

の環境や契約を整備した。今後外部機関が使う環境を整

備するための準備となった。 

TCAD 技術はさらに回路シミュレータ用のデバイス

モデル（コンパクトモデル）への展開も重要な側面であ

る。トンネル FET のコンパクトモデルについて、

TCAD で得られた短チャネル効果に関する知見をもと

に、短チャネル効果を含めたコンパクトモデルに発展さ

せた。強誘電体トランジスタ（FeFET）については、

昨年度回路シミュレーションに用いる素子動作モデルを

世界で初めて開発し、回路応用上の検討を可能にしたが、

今年度はモデルの物理的な理論の向上を検討し、精度向

上をおこなった。TCAD の実用上の発展としてコンパ

クトモデルへの集約も重要な役割となる。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造領域、情報・人

間工学 

［キーワード］半導体デバイスシミュレーション、トン

ネルトランジスタ、強誘電体トランジス

タ、負性容量トランジスタ、有機半導体、

薄膜トランジスタ、自動微分、界面準位 

 

［テーマ題目2］オプトエレクトロニクスのための 

SiGeSn 半導体形成技術 

［研究代表者］内田 紀行（システマティックマテリア

ルズデザイングループ） 
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［研究担当者］内田 紀行、前田 辰郎、大内 真一、

入沢 寿史、Chang Wen Hsin、 

Pobortchi Vladimir 

（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 半導体チップ間の光通信のために、Si フォトニクス

を用いた光 I/O が開発されている。その核になるゲルマ

ニウム（Ge）のフォトダイオード（PD）は、光通信波

長のマルチ化への対応が課題である。本研究では、Ge

にシリコン（Si）と錫（Sn）を混ぜることで、SiGeSn

合金薄膜を作製し、SiGeSn のバンドギャップ変調を用

い、波長マルチ化に対応した PD を開発する。さらに、

この PD と3次元積層した Ge 系トランジスタによる信

号増幅機能等と融合したオプトエレクトロニクスデバイ

スを開発することを目指す。 

 SiGeSn 半導体成長のための Sn 析出を抑えた新

chemical vacuum deposition（CVD）プロセス開発に

おいて、量子化学計算によって、GeH4ガスと SnCl4の

反応で SnCl4の Cl を GeH3リガンドに置き換えた前駆

体の合成を見出した。SnCl4を、GeH4ガスと比較して

100分の1以下の供給量にすれば、Sn を Ge で包み込ん

だ前駆体分子の供給が可能になる。この準安定構造であ

る前駆体を固体基板に堆積することで、Sn の拡散・析

出を抑えた CVD プロセスが可能になると考える。また、

前駆体を使わない、通常の基板表面反応による SiGeSn

の CVD 堆積では、SnCl4の付着確率がカギとなること

がわかっている。そこで、SnCl4の供給レンジを GeH4

の1 %から20 %まで変化できるように、産総研のスーパ

ークルーンルーム（SCR）に整備された SiGe-CVD

（Epsilon2000 plus）装置に設置する100 %の SnCl4ガ

ス供給システムの仕様を決定した。既存の GeSn 系薄

膜の作製方法は、SnCl4を水素で希釈する方式を取るた

め、Sn 供給量が小さく、Sn が2－6 %程度取り込まれ

た GeSn が作製されている。本システムを用いること

で、GeSn 直接遷移化を望める～10 %を目指すことが可

能になる。 

 CVD 法による製膜プロセスの整備と並行して、分子

ビームエピタキシャル（MBE）法やスパッタ法で作製

した SiGeSn 膜を用いて、物性評価とデバイス化に向け

た要素技術開発を行った。MBE 製膜した GeSn（Sn= 

7 %）を熱酸化 Si 基板に貼り合わせて作製した

GeSnOI 基板を作成し、エッチングで GeSn 層の厚さを

5 nm－40 nm で制御することができた。膜厚が40 nm

の GeSn 膜からは、バルク Ge とは異なる直接遷移を示

唆するフォトルミネッセンスが得られ、オプトエレクト

ロニクス材料としてのポテンシャルを示すことができた。 

 また、GeSn は、バックエンドライン（BEOL）に埋

め込む薄膜トランジスタ（TFT）のチャネルとしても有

用で、センサやオプトエレクトロニクスデバイスの信号

を処理する（パワーゲーティング等）機能を有する

BEOL の回路設計を可能にする。本研究では、スパッ

タ堆積したアモルファス GeSn を多結晶化し、チャネ

ル材料として評価した。特に、BEOL の TFT は、絶縁

層で囲まれていることから自己加熱でデバイス特性が劣

化してしまうので、熱の影響を正確に見積もり、TFT

の設計に反映させる必要がある。そのために、多結晶

GeSn や Al2O3ゲート絶縁膜、NiGe ソースドレイン構

造など、TFT を形成する材料やナノ構造の熱輸送特性

を評価し、TCAD によるデバイスシミュレーションの

パラメータとした。多結晶 GeSn チャネル TFT の動作

時熱シミュレーションの結果、埋め込み膜として SiN

系膜を用いることで、GeSn チャネルの自己加熱を劇的

に低減することが可能であることが分かった。さらに、

TFT 性能を向上するため、遷移金属内包 Si クラスター

膜を用いたコンタクト抵抗低減技術の開発もおこなった。

以上の結果は、IEDM や SISC などの国際会議を中心に

発表している。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］オプトエレクトロニクス、直接遷移半導

体、フォトダイオード、トランジスタ 

 

［テーマ題目3］3端子型記憶素子を活用する非ノイマン

型アナログ演算集積回路の開発 

［研究代表者］松川 貴（ナノ CMOS 集積グループ） 

［研究担当者］松川 貴、右田 真司、太田 裕之、 

更田 裕司、大内 真一、小池 帆平 

（常勤職員6名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 ビックデータ処理、人工知能、機械学習など近年急速

に拡大する計算器アプリケーションにおいては、現状の

フォンノイマン型アーキテクチャにおけるデータ転送ボ

トルネックが顕在化し、この問題に対処するための新し

い計算ハードウェアの研究が活発化している。この中で

アナログ演算については、計算器アーキテクチャ、回路、

およびそこで必要となる新機能デバイスに関する開発指

針の確立が急務である。そこで、産総研に技術シーズの

ある強誘電性 Hf 材料をベースとする3端子アナログ記

憶素子と、アナログ演算回路技術を研究課題とした。波

及効果として、ノイマン型計算機の不得意とするエッジ

向け極低消費電力の推論・学習や、イジングモデルに基

づく組み合わせ最適化（因数分解など）を想定した新た

な計算機ハードウェアの創出、及びこれに向けた産業界

との連携が期待される。本年度は、項目1．非ノイマン

型アナログ演算回路技術の開発として、3端子アナログ

記憶素子を CMOS トランジスタでエミュレートするニ

ューロモルフィック演算回路の設計、アニーリングアナ

ログ演算で行う為の要素回路の設計とプロトタイプボー

ド作製を行った。また、項目2．CMOS コンパチブル3

端子アナログ記憶素子の開発として、Hf 系強誘電体薄

膜材料の最適化と、Hf 系強誘電体トランジスタ
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(FeFET)の開発を進めた。 

・項目1：非ノイマン型アナログ演算回路技術の開発 

 ニューロモルフィック演算回路として、組み合わせ最

適化問題への適用が可能なボルツマンマシン（BM）回

路の開発を行った。分極状態による FeFET 駆動電流の

差異をシナプス重み値として利用することを想定したシ

ナプス・ニューロン回路、およびこれにより構成される

BM 回路を設計した。シミュレーション上で、16ニュ

ーロン BM で、4×4の数独が解けること、これまで報

告されている汎用ニューロモルフィック集積回路と比較

して短時間で演算できることの見込みを得ている。回路

動作実証に向け、FeFET を通常の MOSFET とメモ

リ・基準電圧源で代用した集積回路を設計、外注試作ま

で行っている。 

アニーリングアナログ演算回路の開発に関しては、ア

ニーリング演算回路の構成要素であり、イジングモデル

のスピンに対応する疑似 Qbit アナログ回路を考案した。

疑似 Qbit を複数組み合わせて1bit の乗算回路の機能を

持たせ、1つのボードとして設計、製作を行った。この

ボードは n×m 個横方向接続することで、n×m ビット

の乗算器を構成できる。疑似 Qbit の「エネルギー」を

最小にする演算により、因数分解が可能である。2×

3bit の乗算器で、10=2×5の因数分解演算のデモを行う

ことに成功している。 

・項目2：CMOS コンパチブル3端子アナログ記憶素子

の開発 

 強誘電体材料をトランジスタのゲート絶縁膜に導入し

た FeFET において、強誘電体材料の分極による「記憶」

と、分極量に応じたトランジスタしきい値変化によるア

ナログ値記憶・読み出し機能が期待できる。また近年、

薄膜化とシリコン CMOS 親和性の点で有利な Hf 系強

誘電材料が注目されている。本研究ではまず、Hf 系強

誘電材料（HfZrO）において、Hf-Zr 比と分極強度、リ

ーク電流の関係を調査し、最適な材料組成の探索を行っ

た。また、Hf 系強誘電体は薄い膜厚での強誘電動作が

可能であるが、高い分極電荷密度のため、FeFET の

MFIS 構造において絶縁破壊をいかに避けるかが大きな

課題である。この問題を本質的に解決するために、トラ

ンジスタと強誘電キャパシタ部に面積比を付けた新規な

FeFET 構造を考案、試作を行った。ゲート掃引電圧1

～2 V の比較的小さな電圧範囲で、掃引幅に応じて、分

極量の変化に対応したヒステリシスの発生を確認してい

る。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］非ノイマン計算器、ニューロモルフィッ

ク演算回路、アニーリング演算回路、強

誘電体トランジスタ、HfZrO 

 

［テーマ題目4］原子層カルコゲナイド薄膜の高度成長

技術と革新デバイス開発 

［研究代表者］遠藤 和彦（新材料デバイス集積グルー

プ） 

［研究担当者］遠藤 和彦、水林 亘、入沢 寿史、 

森 貴洋、安藤 淳、齊藤 雄太、 

ポールフォンス、寒川 誠二 

（常勤職員8名） 

［研 究 内 容］ 

近年、原子層材料を用いたエレクトロニクスの創生

が注目されている。特に原子層カルコゲナイドを利用し

た、新規チャネルデバイス、光デバイス、縦・横型ヘテ

ロ接合 TFET、バレートロニクス素子等の革新デバイス

が期待されているが、実用化には大面積高品質成長技術

と加工技術の確立が鍵である。本研究では、原子層堆積

法（ALD）やスパッタリングによる薄膜成長技術、ダ

メージレス加工技術を開発するとともに、計算による物

性予測フィードバックを行い、高移動度、電子スピンや

k 空間におけるバレー自由度等を利用した次世代革新デ

バイスの創生を目指すことを目標とした。ALD 薄膜成

長技術としては H2S とガスソースを用いた成膜装置の

整備を行い、数層の厚みで MoS2や WS2がコンフォーマ

ルに形成されている事が確認された。現在堆積膜を用い

てトランジスタ特性を得るための検討を進めている。光

特性に関しては、MoTe2単結晶において長寿命のコヒー

レントフォノンを観測した。これは原子層カルコゲナイ

ドにおけるフォノンを介した物性制御を示唆するもので、

フォノンによる量子情報処理の可能性が期待される。ダ

メージレス修飾加工技術に関しては、中性粒子ビーム装

置を立ち上げ、MOS2への照射効果を検証した。ボトム

ゲート型の MoS2トランジスタに窒素中性ビームを照射

したところ、照射前後において特性が大きく変動するこ

とが分かり、現在表面修飾と電気特性との相関を調査し

ている。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］原子層カルコゲナイド、薄膜成長 

 

［テーマ題目5］ミニマル集積化プロセス・MEMS 共通

基盤プロセスの開発 

［研究代表者］来見田 淳也（ミニマルシステムグルー

プ） 

［研究担当者］長尾 昌善、柳 永勛、村上 勝久、 

辰巳 憲之、来見田 淳也、 

クンプアン ソマワン、原 史朗 

（常勤職員6名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

研究目的： 

 ミニマルファブを利用したデバイス作製に不可欠とな

る、集積化を目指したサブミクロンレベルの微細化技術、

多層配線技術、MEMS デバイス作製技術の共通基盤プ

ロセスを開発する。 

研究手段と方法論： 
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 トランジスタ作製においては、ミニマルマスクレス露

光装置の公称露光分解能が1 m であるため、それ以上

のサイズの試作にとどまっていたが、リソグラフィー後

の処理を工夫することで、サブミクロンレベルにまで微

細化するプロセス技術を開発する。また、さらなる集積

化のための多層配線の基礎となる平坦化プロセス技術を、

ミニマル化学機械研磨装置を用いて開発する。さらにミ

ニマル深掘り反応性イオンエッチング装置を活用して、

MEMS プロセスの基盤となる深掘りエッチング技術を

高度化し、メンブレン作製技術を開発する。同時に、な

めらかな表面とスムーズな曲線を形成するエッチングの

技術開発を進め、光導波路形成を目指す。これらトラン

ジスタ、MEMS メンブレン、光導波路という具体的な

トピックで研究開発を進め、その基盤となるプロセス技

術をミニマルファブ装置群によって具現化し、目標を達

成する。 

年度進捗： 

 ミニマルリソグラフィー装置のデータ分解能よりも微

細なパタン形成技術を開発、この技術をベースに0.36 

m の CMOS トランジスタを1122個集積し、回路動作

することを実証した。ミニマルファブにおける1000個

レベルのトランジスタ動作は初である。また、ミニマル

化学機械研磨プロセスを探求し、配線をウェハ絶縁層に

埋め込んだ構造で、平坦化を実現した。これは多層配線

の基礎となる。さらには、MEMS メンブレン構造をタ

ーゲットとし、エッチストップ層と深掘りエッチングと

を組み合せる技術で、サブミクロンの薄さで壊れにくい

大面積メンブレン構造を作製することに成功した。この

技術は超小型人工衛星用の宇宙推進デバイスへの応用に

つながり、予想外の成果を得ている。また、ミニマルフ

ァブとしては新規材料となるグラフェンを、１層から30

層程度の層数のメンブレン構造にする技術を開発した。

これは電子線透過用真空隔壁等への応用が期待されてい

る。光導波路応用については、ミニマル露光機の特徴で

ある多重露光技術を駆使し、0.5 m 幅のシリコン光導

波路作製が進行中である。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］ミニマルファブ、トランジスタ、 

MEMS、メンブレン構造、シリコン光

導波路 

 

［テーマ題目6］低電圧駆動平面型平面型深紫外発光素

子に関する連携（融合）研究 

［研究担当者］村上 勝久、高島 浩、長尾 昌善 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 波長300 nm 帯の深紫外発光素子は、殺菌・浄水、医

療分野、高密度光記録、高演色照明、公害物質の高速分

解処理など安心・安全社会構築のための基盤技術として

非常に幅広い分野での応用が期待されている。従来これ

らの応用は、主に水銀ランプを用いて行われてきたが、

水銀ランプは波長が可変でなくまた寿命も短い等の問題

があり、水銀自体が環境に悪いため国連の水銀条約（水

俣条約）により2013年からその使用が規制され、2020

年にはその完全使用禁止の方向で動いている。深紫外光

源の市場は世界でおよそ1000億円と言われており、現

在水銀ランプのシェアはその9割以上を占める。そのた

めの代替え光源の開発が緊急不可欠となっている。深紫

外 LED の開発は盛んであるが、発光層への電子注入効

率が悪いため効率が低く、点発光素子であるため、大面

積領域への深紫外光照射には素子をアレイ化し拡散しな

ければならず、平面型の深紫外発光素子が望まれている。

本研究では、ナノエレクトロニクス研究部門で開発して

いる、グラフェンを用いた高効率平面型電子放出デバイ

スと電子光技術研究部門で開発している、深紫外発光無

機材料をフリップチップ接合することにより、低電圧で

駆動する平面型深紫外発光素子を開発することを目的と

している。目的達成のために本年度は、主に平面型電子

放出デバイスの電子放出効率向上とデバイスの大面積化

について研究を推進した。 

深紫外光の高出力発光には発光材料へ注入可能なホッ

トエレクトロンの絶対量を増加する必要がある。そのた

めこれまで1 %程度であった平面型電子放出デバイスの

電子放出効率の高効率化を推進した。上部グラフェン電

極の真空加熱クリーニングおよびグラフェン合成温度の

800度への低温化により、電子放出効率最大48 %を達成

した。平面型電子放出デバイスの真空クリーニングの効

果について原著欧文論文1報を学術誌に掲載した。 

発光材料と平面型電子放出デバイスのフリップチップ

接合を実現するためには、発光層の成膜装置の制約から

電子放出領域を10 mm 角まで大面積化する必要がある。

ところが、これまで電子放出エリア50m 以上の電子

放出デバイスでは、グラフェン成膜時に酸化膜に欠陥が

発生し動作不良を起こしていた。電子放出デバイスの大

面積化のために、酸化膜に欠陥を作らないグラフェン合

成手法を探索し、酸化膜の絶縁耐圧向上を図った。これ

まで1050度であったグラフェン合成温度を、800度まで

低温化することに成功した。これにより200 m 角のデ

バイスまで動作を可能とした。また、誘導結合型プラズ

マ源の導入により合成温度を350度まで低温化すること

に成功し、500 m 角のデバイスまで安定動作可能とな

った。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］グラフェン、深紫外発光 

 

［テーマ題目7］量子インターコネクションのための基

盤研究 

［研究代表者］猪股 邦宏（超電導計測信号処理グルー

プ） 

［研究担当者］猪股 邦宏、山田 隆宏、山森 弘毅、 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(243) 

藤井 剛、川畑 史郎、浮辺 雅宏、 

前澤 正明、今福 健太郎 

（常勤職員8名） 

［研 究 内 容］ 

◆研究目的 

 現在、世界中で量子コンピュータの実用化に向けた研

究開発がすすめられている。しかし、大規模量子コンピ

ュータを実現するためには、量子 CPU、量子メモリ、

量子通信モジュールなどの小規模量子チップ間での量子

情報転送技術“量子インターコネクション”が必須とな

る。そこで、本提案では、量子インターコネクションの

基盤技術を開拓し、光量子ビットと固体量子ビット間の

コヒーレント量子情報変換を世界で初めて実証すること

を目的とする。 

◆研究開発の概要と目標 

 量子インターコネクションの基盤技術となる異種量子

ビット間（光子量子ビットと固体量子ビット）の量子状

態コヒーレント変換を世界で初めて実現することを最終

目標とする。そのためには、固体量子ビットの長寿命化

と無損失マイクロ波サーキュレータの開発が必要となる。 

1．超伝導量子ビットの長寿命化：量子情報変換を行う

ために、産総研オリジナルのプロセス技術を用いて固

体量子ビット（超伝導磁束量子ビット）のコヒーレン

ス時間を8 �s 以上に長寿命化する。 

2．無損失マイクロ波サーキュレータの開発：80 %以上

の高効率量子情報変換を実現するために、超伝導マイ

クロ波回路技術を駆使することで、無損失マイクロ波

サーキュレータを開発する。 

3．量子情報変換の実証：超伝導量子ビット・マイクロ

波単一光子間の量子情報転写を実証する。 

◆年度進捗 

 超伝導量子ビットのコヒーレンス時間 T1（= 寿命）

を改善するためには、T1を制限するデコヒーレンス源

の制御が重要である。このデコヒーレンス源は、量子ビ

ットと結合するマイクロ波共振器と基板界面、もしくは

量子ビットと基板界面に存在する欠陥準位であることが

これまでの研究で明らかとなっている。このような欠陥

準位は、サンプル作製プロセス中において形成される。

従って、プロセス中において如何に欠陥準位の形成を抑

制するかが量子ビットの長寿命化のポイントとなる。今

年度は、研究開発目標1に対する取り組みとして、磁束

量子ビットの T1改善に取り組んだ。具体的には、マイ

クロ波共振器作製用の Nb 膜成膜前に、Si 基板表面に

形成されている自然酸化膜を HF で除去し、Si 基板表

面ダングリングボンドの水素終端を行った。さらに、マ

イクロ波共振器－量子ビット間の結合構造デザインを最

適化し、電束密度の集中を避ける設計とした。基板表面

の欠陥準位は、電界を介して共振器や量子ビットと結合

するため、上記のように設計を工夫することによっても、

デコヒーレンスを抑制できると考えた。 

 作製したデバイスを希釈冷凍機システムにて10 mK

まで冷却し、T1の評価を行った。測定中の T1の揺らぎ

なども考慮し、測定は量子ビットのエネルギー

�01/2�=4.090 GHz において100回繰り返して行った。

100回の測定で得られた結果を解析したところ、磁束型

量子ビットの T1が目標値である8 �s を超え、最大13.1 

�s となった。測定毎の T1のばらつきは、報告されてい

る他の量子ビットのそれと比較して十分に小さく、この

ことは、T1測定中において量子ビットのエネルギー揺

らぎが小さいことを示唆している。 

 今年度は研究開発目標1に取り組み、磁束型量子ビッ

トの大幅な T1改善に成功した。今後は、今年度採択さ

れたさきがけにおいて、量子インターコネクション実現

に向けた研究を展開していく。 

 

［テーマ題目8］超伝導デバイスの欠陥制御技術に関す

る研究 

［研究代表者］浮辺 雅宏（超電導分光エレクトロニク

スグループ） 

［研究担当者］浮辺 雅宏、志岐 成友、全 伸幸、 

藤井 剛、川畑 史郎、山森 弘毅、 

平山 文紀、山田 隆宏、猪股 邦宏、

神代 暁、伊坂 美千代、岩田 比呂志、

添谷 進、野尻 真士、原島 栄喜 

（常勤職員10名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

研究目的： 

  超伝導トンネル接合を用いた革新的デバイス（量子

計算機用量子ビット、先端計測機器用検出素子

（STJ,SQUID 等））の極限能力発揮に必須な、トンネ

ル層及び超伝導体中に内在する欠陥（不対電子）の劇的

削減のため、高品質トンネル膜作製技術、欠陥評価用の

低温下での電子スピン共鳴（ESR）&低周波雑音測定技

術を開発、更にそれらをベースとした高性能超伝導トン

ネル接合素子作製工程の構築を試みる。 

研究手段：  

 トンネル接合中の欠陥評価・制御技術のため3つの課

題を遂行する。 

1. 低欠陥密度なトンネル障壁（AlOx）の成膜技術開

発： 

 真空下基板加熱による清浄化、酸化剤の変更等を組

み合わせ高品質 Al 成膜技術を開発のため、サファイ

ヤ基板の加熱温度、酸化剤（O3または O2）、成膜条

件が、欠陥密度に与える影響を調査し、低欠陥 AlOx

層作製の為の指針を得る。 

2. 欠陥評価技術の開発： 

 第1原理計算による状態密度シミュレーションと、

極低温下 ESR 測定及び SQUID を用いた高精度1/f 雑

音測定による膜中の欠陥種及び量の同定を可能とする

評価技術を開発のため、両測定手法の確立と、その評
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価を通じて AlOx 層作製条件最適化に向けた指針を得

る。 

3. 集積化対応高性能トンネル接合デバイス作製技術開

発： 

 低ダメージエッチング等を活用した高性能トンネル

接合作製技術を開発のため、AlOx 膜に対するエッチ

ングの条件出しを行う。 

年度進捗： 

1. 低欠陥密度なトンネル障壁（AlOx）の成膜技術の

開発： 

  急速加熱処理（RTA）によるサファイヤ基板の表

面再構成（改質）を試み、加熱温度900度（昇温速度

40度／秒、加熱時間1時間）での処理による、サファ

イヤ表面への原子ステップ形成を確認した。更に、同

改質サファイヤ上の欠陥（不対電子）量評価のため、

ESR 測定用の Nb 共振器を形成した。また、O3によ

る AlOx 層作製を試み、同じ臨界電流密度（JC:~ 

1kA/cm2）で O2に比べ、漏れ電流値が半分以下、Q

値（Rd/Rn）が約2倍（～106）に改善された事を確認

した。 

2. 欠陥評価技術の開発： 

 極低温下の ESR 測定システム構築を進め、磁場強

度の変調用超伝導コイル及び磁気回路部材を購入、現

在、希釈冷凍機内に ESR 用システム構築中。また、

ESR 測定用チップも作製した。更に1/f 磁束雑音測定

用 SQUID チップを設計した。 

3. 集積化対応高性能トンネル接合デバイス作製技術開

発： 

 スパッタチャンバーのターボ分子ポンプ大型化によ

る真空環境改善を実現した。ウェットエッチングを用

いて Al トンネル接合 X 線検出素子を作製、従来手法

に遜色ない漏れ電流値を得た。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］ジョセフソン接合、光子検出器、超伝導

量子干渉計（SQUID）、電子スピン共鳴、

量子コンピュータ、超伝導エレクトロニ

クス、人工知能、組合せ最適化問題 

 

［テーマ題目9］ミニマルファブ製造チップを用いたフ

レキシブルエレ技術開発に関する連携

（融合）研究 

［研究代表者］クンプアン ソマワン（ミニマルシステ

ムグループ） 

［研究担当者］クンプアン ソマワン（ナノエレ RI）、

小笠原 泰弘（ナノエレ RI）、植村 聖 

（フレキ RC）、吉田 学（フレキ RC）、

小林 健（集積マイクロ RC）、 

竹下 俊弘（集積マイクロ RC） 

（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

研究目的： 

 ミニマルファブの製造チップをフレキシブル基板に実

装するための要素技術を検討する。 

研究手段と方法論： 

 ナノエレクトロニクス研究部門が保有するミニマルフ

ァブ技術を用いると、多品種少量デバイスが作製できる。

既に一部のデバイスの作製に成功しているが、今後は、

様々なチップを組み合わせたシステム、すなわち IoT

デバイスを作製して行く必要がある。集積マイクロシス

テム研究センターの保有する技術を用いると、センサ製

造、配線印刷、センサチップをフィルムに転写し、IC

チップ薄化ができる。さらに、フレキシブルエレクトロ

ニクス研究センターの保有する技術を用いると、配線印

刷、フィルム上のデバイス印刷ができる。以上の3セク

ションの3つの長所と技術を融合して、ハイブリッドエ

レクトロニクスによる IoT デバイスの高度化と普及を

牽引していく。 

年度進捗： 

 ミニマルファブの製造チップをフレキシブル基板に実

装するための要素技術を検討した。要素技術として求め

られるのは、（1）フレキ基板上にチップを貼り付ける

技術、（2）チップ上の配線とフレキ基板配線を接続す

る技術、（3）どうしても曲げで変形してはいけないチ

ップ（歪みゼロが求められるチップ）をフレキ基板に実

装する技術、（4）（1）～（3）に適した電極端子を持っ

たチップの製造技術である。フレキセンターは（1）と

（2）、集積マイクロセンターは（1）と（3）、ナノエレ

部門ミニマルファブは（4）を担当した。試作に当たっ

ては、予めチップサイズ、電極端子サイズ、割れない厚

み等を決定し、その電極構造を持つチップをミニマルフ

ァブを用いて形成した（4）。また、フレキシブルシー

トからシリコン基板上へと立ち上がる配線技術（2）を

開発した。立ち上がり配線技術（2）とそのための電極

構造を有するチップ形成技術（4）を組み合わせて、実

際にフレキ基板にそのチップを貼り付ける（1）ことに

成功した。また、集積マイクロセンターでは、基板の曲

がりをチップに伝えることを阻止するゼロ歪み構造（3）

を開発した。このことで、ミニマルファブを用いてフレ

キシブル基板上にチップ形成を行うことができることが

原理的に示された。ナノエレ（ミニマルファブ）・フレ

キ・集積マイクロ、3ユニットでの総合力を結集し、次

のデバイスプラットフォームである新しいフレキシブル

デバイス技術の基礎的な技術体系創出と3者連携の方法、

それに今後への大きな展開の見通しを見いだすことに成

功した。最初の試作の取組みに成功した段階であり、今

後はフレキシブルデバイス・プラットフォームを本格的

に連携創出すべきである。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］ミニマルファブ、フレキシブルハイブリ

ッドエレクトロニクス 
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［テーマ題目10］常温接合技術を用いた高効率 STJ 検

出器作製に関する連携（融合）研究 

［研究代表者］藤井 剛（超電導分光エレクトロニクス

グループ） 

［研究担当者］藤井 剛、浮辺 雅宏、野尻 真士、 

高木 秀樹、倉島 優一、松前 貴司 

（常勤職員5名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 我々の Nb-STJ（超伝導トンネル接合） X 線検出器

を搭載した SEM は、既存 SEM では測定困難な化合物

半導体（SiC、GaN など）や構造材料（CFRP、Ti 合

金など）中の微量軽元素分析に成功している。しかし、

より低濃度元素分析や化学状態分析のためには、STJ

の構成材料を Nb からより超伝導転移温度が低く、超伝

導ギャップの小さい Al に変更し、エネルギー分解能を

大幅に向上させることが必須である。Nb から Al への

変更で、エネルギー分解能は2倍以上向上する。しかし、

Al は Nb より原子番号が小さく、X 線の吸収率が低い

ため、Al-STJ は Nb-STJ に比べ検出効率が劣る。その

ため、Al-STJ 上に原子番号の大きい重金属の超伝導体

から成る吸収体を作製、検出効率を高める必要がある。

しかしながら、Al-STJ 上に吸収体を直接成膜する場合、

熱の問題から高品質な吸収体を作製することが困難であ

った。 

本研究では、熱を加えない常温活性化接合技術を用い

ることで、Al-STJ 上に高品質な Sn 吸収体を作製する。

10 m 程度の Sn 吸収体をつけることで、5keV までの

エネルギー範囲で99 %以上の X 線吸収率を実現できる。

常温活性化接合は、各膜の接合面を真空中で表面処理す

ることにより、表面の原子を化学結合形成しやすい活性

な状態とすることで、室温での接合が出来る。この技術

では、熱がかからないため接合時の Al-STJ へのダメー

ジは少ないと考えられる。 

今年度は、このような Sn 吸収体を付けた Al-STJ の

作製に必要な要素技術開発を行った。常温活性化接合の

ためには、平均二乗粗さ1 nm 以下の非常に平坦な膜を

作製する必要がある。そのため、活性化接合を行う Al

膜及び Sn 膜の平坦性評価および平坦性の向上を行った。

スパッタで作製した Al 膜は、10 nm 程度の平均二乗粗

さであったが、成膜条件（スパッタ圧力、パワー）の最

適化を行うことで、3 nm 程度まで低減することに成功

した。一方で、電解メッキにより作製した10 m 厚の

Sn 膜は、3 m 程度の平均二乗粗さであったが、CMP

によって2.3 nm まで低減することに成功した。次に、

平坦性を改善した Al 膜および Sn 膜を用いて、Al-Sn

常温活性化接合を実施した。接合した膜は、時間経過に

より、剥がれが進行した。今後、各種分析を行い、剥が

れの原因究明を行っていく。 

Al 膜厚150 nm、臨界電流密度200 A/cm2、STJ サイ

ズ100 m 角の Al-STJ の作製を行った。作製した Al-

STJ は、0.3 K での20 nA の低リーク電流を実現した。

リーク電流の温度依存性から、更に動作温度を低温にす

ることでリーク電流の低減が可能であることがわかった。

今後、100 mK 程度での電流電圧特性評価や X 線に対

する応答特性評価を実施する予定である。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］超伝導、X 線検出器、常温活性化接合 

 

［テーマ題目11］シリコンナノ構造体を用いた熱電変換

材料に関する連携（融合）研究 

［研究代表者］遠藤 和彦（新材料デバイス集積グルー

プ） 

［研究担当者］遠藤 和彦、服部 淳一、山本 淳、 

村田 正行（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 近年 IOT エッジデバイスのための様々な環境発電が

検討されており、その一つに熱を起電力に変換する熱電

変換素子が注目を集めている。しかしながら、熱電材料

は Bi、Sb、Te、Pb、Se などが主成分であり、環境問

題、資源問題の懸念から開発が停滞している。一方、シ

リコンナノ構造体のフォノンエンジニアリングを用いる

ことにより、シリコンで新規の熱電変換材料を実現でき

る可能性がある。更にナノ構造の熱解析は、集積デバイ

スの放熱の観点からも重要な課題である。本提案では、

将来の環境発電や、TCAD によるデバイス熱設計への

応用を目指して、シリコンナノ構造体の熱特性の解析を

行い、将来の設計指針を得るために以下の検討を行った。

（1）キャリアの散乱を抑制しつつ、フォノン散乱のみ

を増大させてゼーベック係数を増加させるために、半導

体の微細加工技術を用いて、シリコンナノ構造体を作製

した。（2）シリコンナノ構造の熱輸送能力と構造の関

係を明らかにするために、音響フォノンに関する弾性波

近似法を用いてフォノンバンドを計算し、熱輸送特性を

予測した。（3）これまでの垂直方向のみの熱伝導測定

ができる2ω法を拡張し、金属細線を周期加熱し3倍高

調波を検出することで面内・面直方向の3D 熱伝導率を

測定可能な拡張3ω法の検討を開始した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造領域、エネルギ

ー・環境領域 

［キーワード］熱電変換、フォノンエンジニアリング、

シリコンナノ構造 

 

③【電子光技術研究部門】 
（Electronics and Photonics Research Institute） 

（存続期間：2011.4～） 

 

研 究 部 門 長：森 雅彦 

副研究部門長：並木 周 

副研究部門長：阿澄 玲子 

副研究部門長：澤 彰仁 
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首 席 研 究 員：柏谷 聡 

首 席 研 究 員：永崎 洋 

総括研究主幹：榊原 陽一 

総括研究主幹：河島 整 

研 究 主 幹：鍬塚 治彦 

 

所在地：つくば中央第2、 

    つくば中央第5、つくば西 

人 員：81名（81名） 

経 費：1,730,039千円（623,501千円） 

 

概 要： 

（1）当部門のミッション 

  安全・安心で持続可能な社会の実現に向けて、

電子と光の特性を最大限に活かした情報処理・通

信技術の高度化および超低消費電力化に加えて、

新たな電子と光の可能性を追求していく。具体的

には、光ネットワーク、光インターコネクション

などの電子と光が融合する領域の新技術や、量子

情報処理や強相関電子系、超伝導、化合物半導体、

有機材料など、新しい電子・光技術の応用の拡が

りを目指した理論や材料、デバイスの研究開発を

進め、情報通信システムの高性能化や超低消費電

力化を実現する。またプラズマやレーザー基盤研

究に基づく加工プロセスによる新しい製造技術の

開発を進める。さらに、光・電子による新しい計

測技術や生体情報センシングを実現するシステム

まで、幅広い課題解決手段によるイノベーション

を推進する。 

（2）世界規模の社会システムの急激な変化がもたら

しつつある環境・エネルギー問題を初めとして、

超高齢化社会の課題、社会基盤インフラ老朽化の

問題、大規模災害対策の問題等を解決して、安全

安心で持続的な人類の発展に貢献するために、電

子と光という従来は個別に発展してきた技術を統

合的に捉え、様々な社会課題に対する解決の方向

性を探る。電子・光技術の新しい応用の拡がりを

目指すとともに電子と光が融合する領域の新技術

について研究開発を推進するために、当部門が有

するコア技術を軸に、以下の三つの重点研究課題

を設定する。 
 

光情報技術 

 高度な光伝送技術、光・量子エレクトロニクス、シ

リコンフォトニクス技術などを駆使して、光・電子融

合領域における革新的情報通信技術の研究開発を推進

する。また、その成果を生かした光デバイスに関する

エコシステムの創成もめざす。 

a-1）次世代光伝送および光ネットワーク技術を、デ

ジタルコヒーレント、非線形信号処理、量子光学技

術、資源管理などを用いて開発する。具体的には、

光パラメトリック過程を用いた波長変換や非線形補

償技術などを開発する。また、シリコンフォトニク

ス光スイッチなどを用いて、次世代コンピューティ

ングを実現する光ネットワーク技術の検討を行う。 

a-2）次世代シリコンフォトニクスデバイスを実現す

るために重要な3次元構造を可能とする基盤技術を

開発する。具体的には、シリコンフォトニクス光導

波路を湾曲させ、面垂直方向に光入出力部を形成す

る技術などを開発する。また、光インターコネクシ

ョン応用に向けたポリマーフォトニクス技術などを

開発する。 

a-3）ダイナミック光パスネットワークを構成する小

型低電力光スイッチを、シリコンフォトニクス技術

を活用して開発する。シリコンフォトニクス光スイ

ッチチップと、これを実装するパッケージング技術

の開発を行う。 

a-4）高集積光トランシーバなどに幅広く適用可能な

汎用シリコンフォトニクス技術を開発する。具体的

には、光変調器をはじめとする要素デバイスの設計、

製造技術の開発を行う。また汎用シリコンフォトニ

クスファブの実現にむけて、上記開発技術のプロセ

スデザインキット（PDK）化を進める。 

 

光応用技術 

 光を用いた微量物質検出技術を核とした生活安全に

向けたウイルスや細菌、環境物質などに対する実用的

な光センサシステムの開発を行うとともに、分光技術

を核とした生体機能イメージング技術を確立する。ま

た次世代プロセスや極限計測技術への応用を目指して、

超短パルスレーザー研究、短パルス光プロセス、プラ

ズマプロセスの医療応用を含めた加工応用研究を推進

する。 

b-1）先進プラズマ技術の高度制御による革新的な省

エネルギー・低環境負荷エレクトロニクスデバイス

の開発と成果の社会還元、及び、安心・安全な超高

齢化社会実現への貢献を目指す。 

b-2）高出力かつコンパクトな光源開発と加工プロセ

ス等への応用の超高速フォトニクス研究を重点的に

進めるとともに、新たなプロセスや高度計測の開拓

を目指した光ファンクションジェネレータの研究開

発を行う。特にレーザー加工プロセスについては、

内外との連携研究により、医療用材料、難加工材料

等の次世代高速高品位加工プロセス開発を進める。 

b-3）独自に開発した光を用いたセンシング技術や計

測技術をコアとして、健康な暮らしを誰もが享受で

きる社会、安全安心な住環境、より高い国際競争力

を持つ工業・農業生産技術の実現に資するセンシン

グシステムを開発する。具体的には、ウイルスや細

菌、汚染物質などに対するセンサシステム、生体内
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物質の低侵襲・無侵襲センシング技術、インフラの

安全を見守る分光技術、工業・農業生産プロセスを

管理するセンサシステムの開発を進めている。 

b-4）各種材料（有機・無機・微粒子など）の精密な

構造制御や集積化による機能発現を利用した高性能

光／電子デバイスの開発、および関連する基盤技術

の開発を行う。具体的には、有機材料の設計・合成、

マイクロ・ナノパターン形成技術、デバイス作製技

術、計測評価技術の開発を行う。 

 

新原理エレクトロニクス 

 高温超伝導体、強相関酸化物などの機能性酸化物や、

化合物半導体、有機半導体を中心に、省エネルギーに

貢献する機能性材料の探索を行うとともに、従来技術

の延長では達成できない極限的な省エネルギーデバイ

スの研究開発を推進する。 

c-1）分子線エピタキシー、有機金属気相エピタキシ

ーなどの高度な結晶成長技術、ナノレベルの微細構

造設計・作製技術を駆使して、IoT 時代における低

環境負荷社会に貢献しうる化合物半導体・有機半導

体先端光デバイスを開発する。 

c-2）情報通信・エレクトロニクス技術の革新にむけ、

卓越した機能を有する超伝導材料の開発、理論・実

験両面からのアプローチによる高温超伝導発現機構

解明、および産業利用に向けた超伝導技術の応用の

提案とその実現に向けた技術開発を推進する。 

c-3）低環境負荷酸化物デバイス技術の基盤確立をめ

ざして、既存の電子材料にない新機能を示す酸化物

半導体、鉛フリー圧電体、酸化物発光材料などの酸

化物材料を探索し、デバイス化へむけた可能性を検

証する。加えて、これら酸化物材料の機能発現機構

の解明、機能制御手法の技術開発を推進する。 

c-4）情報通信技術のイノベーション創出を目的に、

強相関電子材料の特長である電気的、磁気的、光学

的な特性が劇的に変化する電子相転移を、電場、磁

場、光などの外場で制御する技術、ダイヤモンド

NV センターを利用した量子センシング技術などを

開発し、それらの技術を利用した革新的な先端デバ

イスの研究開発を推進する。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金： 

「近赤外波長域を利用した医療用画像システムの国際標

準化研究」 

「超情報接続フォトニクス」 

「次世代メデイカルデバイス技術創製」 

 

外部資金： 

経済産業省 

平成29年度革新的なエネルギー技術の国際共同研究開

発事業（革新的省エネルギー技術開発） 

「第3世代パワー半導体β-Ga2O3の高品質化・高性能

化技術」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「次世代人工知能・ロボット中核技術開発／（革新的ロ

ボット要素技術分野）自律型ヒューマノイドロボット／

広角・多波長レーザレーダーによる超高感度コグニティ

ブ視覚システム」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「エネルギー・環境新技術先導プログラム／データセン

タ向け低消費電力・超多ポート高速光スイッチシステム

の研究開発」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「高温超電導実用化促進技術開発／高磁場マグネットシ

ステム開発／高温超電導高磁場コイル用線材の実用化技

術開発」 

 

公益財団法人さいたま市産業創造財団 

平成29年度戦略的基盤技術高度化支援事業（機関補助

金） 

「表面プラズモン共鳴励起蛍光測定による微細流路型バ

クテリア検出装置の開発」 

 

文部科学省 

国立研究開発法人科学技術振興機構 

戦略的創造研究推進事業（CREST） 

「待機電力ゼロ型フォトニックルータに向けた集積チッ

プ実装モジュールと制御システムの開発」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 

戦略的創造研究推進事業（CREST） 

「トポロジカル量子計算に向けたデバイス技術の開発」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 

戦略的創造研究推進事業（CREST） 

「シリコン低遅延光ゲート集積化技術の研究」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 

戦略的創造研究推進事業（ACCEL） 

「光レーダー用シリコンフォトニクス基板開発」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 

研究成果展開事業（戦略的イノベーション創出推進プロ

グラム）（S イノベ） 

「テラバイト時代に向けたポリマーによる三次元ベクト

ル波メモリ技術の実用化研究」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 
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研究成果展開事業（先端計測分析技術・機器開発プログ

ラム） 

「量子センシング方式を用いたポータブル NMR 装置の

開発」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 

国際科学技術共同研究推進事業（戦略的国際共同研究プ

ログラム）（SICORP） 

「ポルフィリン集合体の作製と構造評価」 

 

新学術領域研究（研究領域提案型） 

「新規複合アニオン化合物の創製：物質合成と設計指針

の確立」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（A） 

「軌道純化に基づく高温超伝導体の圧力・非平衡制御と

転移温度増強の理論・実験的研究」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（A） 

「強相関電子系の電界効果とモット FET のプロトタイ

プ開発」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（B） 

「消化器系悪性腫瘍検出のための高感度自家蛍光イメー

ジング技術の開発」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（B） 

「固体内部におけるレーザーアブレーションモデルの創

成」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（B） 

「超100K 級銅酸化物高温超伝導体の単結晶育成技術の

開発とデバイス応用の検討」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（B） 

「光誘起結晶移動現象の機構解明と高度制御」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（B） 

「銅酸化物における Tc 向上のための超伝導圧力相図の

決定とその理論的解明」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（B） 

「立体湾曲シリコン導波路を用いた革新的空間光学の開

拓」 

 

国際共同研究加速基金（国際活動支援班） 

「複合アニオン化合物の創製と新機能に関する研究の国

際活動支援」 

 

研究活動スタート支援 

「ナノカーボン材料を用いたフレキシブルペロブスカイ

ト太陽電池の開発」 

 

特別研究員奨励費 

「モット絶縁体の単結晶薄膜を制御してモットＦＥＴの

プロトタイプを作る」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（C） 

「価数スキップ揺らぎによる新超伝導体の理論設計」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（C） 

「通信波長帯動作するサブバンド間遷移フォトダイオー

ドの開発」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（C） 

「光通信波長帯スピン制御光デバイスの研究」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（C） 

「金属‐絶縁体転移を利用した光スイッチ機能の創出」 

 

科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究 

「液相剥離法の高度化による原子層薄膜の作製とデバイ

ス化」 

 

科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究 

「フェムト秒レーザーによる医療用セラミックスの表面

微細構造形成技術の開発」 

 

科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究 

「固体表面を光で自在に物質運搬する材料の創製」 

 

科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究 

「“Interconnected”カーボンナノチューブ合成と応力

センサ材料の開発」 

 

科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究 

「量子限界に挑む新原理の超伝導単一光子検出器の実証」 

 

科学研究費補助金 若手研究（B） 

「鉄系超伝導体の臨界電流特性向上指針の確立と実証」 

 

科学研究費補助金 若手研究（B） 

Researchon monolithically integrated autocorrelator 

using PIN-type silicon waveguide 

 

科学研究費補助金 若手研究（B） 

「局所的ナノ構造配列を用いた液晶装荷シリコンフォト

ニクス技術の開拓」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（B） 
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「サイクロイド様サブ波長断面構造での高効率局在プラ

ズモン発生と超高感度センサー応用」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（A） 

「実環境中ウイルス検出用外力支援近接場照明バイオセ

ンサシステム」 

科学研究費補助金 基盤研究（B） 

「スライドボート法による有機半導体ダブルへテロ積層

構造と微小共振器レーザーの開発」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（B） 

「異方場に配されたアトリットル空間への電場集中と2

波長高感度モバイルセンサへの応用」 

 

新学術領域研究（研究領域提案型） 

「分子協調作用に基づく光応答固液相転移システムの構

築」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（C） 

「最適化量子モンテカルロ法に基づく高温超伝導機構の

研究」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（C） 

「分子リソグラフィーに向けた分子集積技術の開発」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（C） 

「構造制御した固体光アップコンバージョン材料の三重

項励起子拡散異方性の解明」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（C） 

「GaN 系共鳴トンネルダイオードでのサブバンド間遷

移を用いた高速不揮発メモリの開発」 

 

科学研究費補助金 若手研究（B） 

「ダイヤモンド表面近傍の NV 中心と外部核スピン集

団との量子コヒーレント結合」 

 

科学研究費補助金 若手研究（B） 

「オンチップ型フーリエ変換赤外分光（FT-IR）システ

ムの実証」 

 

新学術領域研究（研究領域提案型） 

「原子層の電子物性、量子輸送および光物性の理論」 

 

新学術領域研究（研究領域提案型） 

「対称性に基づいた新奇なトポロジカル相の探求」 

 

新学術領域研究（研究領域提案型） 

「複合アニオン化合物の創製と新機能に関する研究の総

括」 

科学研究費補助金 基盤研究（S） 

「ダイヤモンド量子センシング」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（A） 

「ナノチューブファイバレーザーを用いた超広帯域デュ

アルコム光源の開発」 

科学研究費補助金 基盤研究（A） 

「ナノチューブファイバレーザーを用いた超広帯域デュ

アルコム光源の開発」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（A） 

「アルケノン生産性藻類の物質生産性向上のための基盤

技術の研究」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（B） 

「奇周波数電子対の物理 理論と実証」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（B） 

「ダイヤモンド量子制御による高感度核磁気共鳴イメー

ジング」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（B） 

「超広帯域 I／O を想定したアーキテクチャの検討」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（B） 

「Approximate Computing ネットワークの研究」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（B） 

「圧力波フォーカシングを利用した高純度シリコンクラ

スタービーム生成技術の高度化」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（C） 

「ナノサイズ光学窓の形成による超解像効果発現の最適

条件の理論的探索」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（C） 

「近接・低歪み多重積層構造を適用した量子ドットレー

ザの高効率化に関する研究」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（C） 

「多バンド超伝導体において生成するトポロジカルソリ

トンの観測」 

 

地域産学官連携科学技術振興事業費補助金 

イノベーションシステム整備事業 

「先端融合領域イノベーション創出拠点形成プログラム

「光ネットワーク超低エネルギー化技術拠点」」 

 

科学技術人材育成費補助金 

「卓越研究員事業」 
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独立行政法人日本学術振興会    

平成29年度二国間交流事業共同研究 

「Ba－122系高温超伝導体の異常なピニング特性の解明

と臨界電流の向上」 

 

静岡県 

岡県先端企業育成プロジェクト推進事業 

「超高性能多層膜光学フィルタの開発」 

「先進パワエレデバイスと時分割変調を活用したマイク

ロ波応用フロー化学装置の開発」 

 

地方自治体 

平成29年 沖縄科学技術イノベーションシステム構築

事業 

「高分解能－低侵襲医療画像診断用レーザ光源開発を目

指した新素材カーボンナノチューブを用いた可飽和吸収

体－光デバイスの開発」 

 

国立大学法人筑波大学 

平成29年度医療研究開発推進事業費補助金（橋渡し研

究戦略的推進プログラム） 

「オープンイノベーションの推進により世界のつくばか

ら医療の未来を加速開拓する事業」 

シーズ A 

「高い信頼性と骨固着力を有するジルコニア人工関節実

現のための新しい表面修飾技術」 

 

発 表：誌上発表242件、口頭発表413件、その他71件 

--------------------------------------------------------------------------- 

光ネットワーク技術グループ 

（Optical Network Technologies Group） 

研究グループ長：井上 崇 

（つくば中央第2） 

概 要： 

・目的：将来の高機能かつ持続発展可能な光ネットワ

ーク像を模索し、これを実現する研究を行う。具体

的には、光ネットワークで大容量の情報を低遅延・

低エネルギーで通信するための「ダイナミック光パ

スネットワーク」の研究開発を行う。また高度な光

信号伝送を行うにあたって必要となる各種信号処理

技術の研究開発を行う。 

・意義、当該分野での位置づけ：従来技術では、情報

伝送機器の消費エネルギーが情報量に比例して増大

していくため、このまま情報量が指数関数的に増大

していけば、ネットワークが原因となって深刻なエ

ネルギー問題を引き起こすことになる。当グループ

の研究活動はこの問題に取り組むものであり、将来

の高度情報化社会を実現するうえで、必須の検討課

題と位置付けられる。 

・国際的な研究レベル：光ネットワーク、光信号処理、

光伝送のそれぞれに関して、当該分野トップレベル

の国際会議や論文誌で招待論文・招待講演も含めて

多数発表を行っており、世界トップレベルにあると

言える。 

・研究手段：光スイッチ等の光デバイス、デジタルコ

ヒーレント伝送技術、非線形光信号処理技術、量子

光信号処理技術などを用いて、研究対象である光ネ

ットワークや信号処理技術に対する新規提案を行い、

理論検討、シミュレーション、システム実験により

実証のための検討を行う。 

研究テーマ：テーマ題目1（a-1） 

 

3次元フォトニクスグループ 

（Three-Dimension Photonics Group） 

研究グループ長：榊原 陽一 

（つくば中央第2） 

概 要： 

・目的：次世代シリコンフォトニクスにおける革新的

な3次元加工プロセスの開発とその機能デバイスへ

の応用を行う。また、シリコンフォトニクスに異種

材料を組み合わせたハイブリッド型デバイスおよび

光インターコネクション応用に向けたポリマーフォ

トニクス技術の開発なども行う。 

・意義、当該分野での位置づけ：シリコンフォトニク

ス光回路技術を3次元化し立体空間へ伸長すること

は、集積密度の向上やデバイス実装の自由度の向上

のために極めて効果的であり、当該分野における革

新的なイノベーションの基盤技術となる。また、ポ

リマーフォトニクス技術は次世代光インターコネク

ションへの応用が期待されており、独自開発の技術

による研究展開は重要である。 

・国際的な研究レベル：当グループの開発してきたイ

オン注入によりシリコン導波路の先端を立体湾曲す

る技術は国際的にも全く独創的なものであり、世界

を先導する最先端の研究レベルにある。また独自の

直角形状シングルモードポリマー導波路作製技術を

持つ。 

・研究手段：シリコン導波路のイオン注入による立体

曲げ加工技術、3次元構造シリコン導波路の数値シ

ミュレーション技術、シリコン導波路と液晶材料を

組み合わせたハイブリッド型光デバイスの作製技術

などを用いる。ポリマー導波路は独自開発の直角形

状作製技術を用いる。 

研究テーマ：テーマ題目1（a-2） 

 

光パスプロセッサグループ 

（Optical Path Processor Group） 

研究グループ長：池田 和浩 

（つくば西） 

概 要： 
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・目的：産総研に形成されている「光ネットワーク超

低エネルギー化技術拠点」が目指すダイナミック光

パスネットワークにおいて、その鍵となるシリコン

フォトニクス・スイッチを開発し、同ネットワーク

の社会実装に貢献する。また、TIA-SCR における

シリコンフォトニクス・ファウンドリの立ち上げ・

高度化に貢献する。さらに、産総研戦略予算、

CREST 等も活用し、次世代データセンタ向け光ネ

ットワーク技術等に向けたシリコンフォトニクス集

積デバイスの基礎検討を進める。 

・国際的な研究レベル：広帯域・偏波無依存8×8光

スイッチを光通信分野の世界最大の国際会議・展示

会にて動態展示・学会発表、世界最大規模32×32

光スイッチの完全動作実証を国際会議のポストデッ

ドラインペーパーとして発表、などの世界的に大き

なインパクトとなる成果を挙げた。 

・研究手段：大規模な数値シミュレーションおよびイ

ンハウス・プロセスによる試作・評価を基にした精

緻なシリコンフォトニクスデバイス設計と、多電極

シリンフォトニクス・スイッチチップの電気・光実

装技術を積み重ね、これらの技術を TIA-SCR の

300 mm CMOS ラインを活用した試作に移植し、

均一性・量産性の高い作製技術を用いて研究を進め

ている。 

研究テーマ：テーマ題目1（a-3） 

 

シリコンフォトニクスグループ 

（Silicon Photonics Group） 

研究グループ長：山田 浩治 

（つくば西） 

概 要： 

・目的：爆発的な情報流通量の増大に対して、情報伝

送能力および消費電力の現状技術での限界を打破す

べく、将来の情報伝送用光デバイス技術として、集

積性、経済性およびエネルギー効率に優れるシリコ

ンフォトニクスの研究開発を総合的に推進し、持続

成長可能な情報ネットワークシステムの実現に貢献

する。 

・意義、当該分野での位置づけ：本研究開発を通じ、

高集積光トランシーバなどに幅広く適用可能な汎用

シリコンフォトニクス技術を開発し、さらに産業展

開にむけた R&D 拠点や産業エコシステムを構築す

ることにより、通信ネットワークやデータセンタネ

ットワークの大容量化・省エネルギー化・高機能化

を実現するとともに、日本の産業競争力強化に資す

る。 

・国際的な研究レベル：産業用 CMOS 互換プロセス

を利用した高精度で均質性の高いデバイス製造技術、

およびこれまでの光/電子デバイスの研究開発経験

を活かしたデバイス設計技術は世界最高水準である。

また、窒化珪素やアモルファスシリコンなどのバッ

クエンド異種材料集積によるシリコンフォトニクス

デバイスの高性能化、先鋭化においても世界をリー

ドしている。 

研究テーマ：テーマ題目1（a-4） 

 

先進プラズマプロセスグループ 

（Innovative Plasma Processing Group） 

研究グループ長：榊田 創 

（つくば中央第2） 

概 要： 

・目的：プラズマ現象は太陽など宇宙において普遍的

であり、地球上においても様々な科学・産業分野に

おいて利用され、人類の発展に貢献してきている。

そこで、プラズマ等に関する技術を核として更に発

展させることで、エレクトロニクス、製造、エネル

ギー・環境、医療など様々な分野への融合・展開を

図り、新産業創出を目指して研究開発を行っている。 

・意義、当該分野での位置づけ：1）高 In 組成

InGaN 素子を実現する CVD 装置を開発し、窒化

物系材料として緑色 LED・赤色 LED を提供する

ことで、LED の利用拡大に資する。高品質な h-

BN 成膜を実現するプラズマ源を開発し、シリコン

酸化膜上に接合させることで、グラフェン等の半導

体利用促進に資する。高平均出力な緑色レーザーを

実現するために、数値解析モデルを開発しレーザー

波長変換結晶の破壊回避法を明らかにすることで、

実用化に資する。2）生命工学系研究開発として、

外科手術用の低侵襲なプラズマ止血装置を開発し、

更に新規に成立した国際標準を参照し、機器の早期

実用化に資する。また、近赤外イメージング素子の

開発として、窒素パッシベーションの研究を行い高

感度化に資する。3）大面積・高速・低温プロセス

を同時実現する大気圧プラズマ表面処理装置を開発

し、被処理物を提供することで、産業ニーズに資す

る。また、カーボン系材料として高熱伝導率を有し

た低価格で高品質なグラフェン等を提供することで、

産業競争力強化に資する。 

・国際的な研究レベル：低侵襲プラズマ止血医療機器

の国際標準規格化は世界を先導している。高品質な

カーボン系材料を低温合成する技術は世界をリード

している。固体元素由来の定常プラズマ生成技術は

世界をリードしている。結晶破壊を回避する数値解

析モデルは世界を先導している。 

研究テーマ：テーマ題目2（b-1） 

 

超高速フォトニクスグループ 

（Ultrafast Photonics Group） 

研究グループ長：鳥塚 健二 

（つくば中央第2） 
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概 要： 

・目的：パルス光波合成等の新技術を開発し、未踏領

域の光パルス発生、制御、応用を開拓するとともに、

先進的光源を新しい加工等へ応用することで、超高

速技術を先導する。 

・意義、当該分野での位置づけ：超高速光技術を利用

した加工や物質プロセス制御、計測に資する技術で

ある。主な研究内容は、（1）超短パルスレーザー

の特性を生かした表面加工等の技術開発。特に、熱

負荷に弱い医療用材料や次世代太陽電池材料等の新

しいレーザー加工プロセスの開発に他領域の研究者

とも連携して取り組む。（2）パルス光を電界波形

のレベルで制御することで、未踏時間分解の光波合

成等の新しい光源技術を開拓すると共に、それらの

新機能を精密加工や計測に応用する技術を開発する。 

・国際的な研究レベル：超短光パルスの関連技術を持

ち、特に、異波長パルス光間の位相制御及びタイミ

ング制御は当所が先導して開拓してきた技術で、世

界最高の時間精度を有する。また、パルス内光波位

相（CEP）制御光の増幅を、再生増幅器と回折格

子ストレッチャーを組合せた高出力化が可能な方式

で実現した。これらの基盤技術に基づいて超短パル

スレーザーの医療用材料加工への応用技術、ファイ

バーレーザーによるコンパクトで高効率な超短パル

ス発生とレーザーパラメータ制御技術の開発を実施

する。 

研究テーマ：テーマ題目2（b-2） 

 

光センシンググループ 

（Optical Sensing Group） 

研究グループ長：藤巻 真 

（つくば中央第5） 

概 要： 

・目的：健康な暮らしを誰もが享受できる社会、安全

安心な住環境、より高い国際競争力を持つ工業・農

業、の実現に資する光学的センシングシステムの開

発を行う。より具体的には、生活安全に向けたウイ

ルス、細菌、環境汚染物質などを迅速かつ高感度に

検出可能な光センサシステム、生体組織内の機能や

形態の低侵襲、無侵襲センシング技術、インフラの

劣化診断用システム、工業用材料の管理用センサシ

ステム、高付加価値農産物の品質管理システムの開

発を推進する。 

・研究手段：専門性の高い光学的知識の上に立脚した

独自の光学的検出・計測技術をベースとした微量微

小物質検出技術、高機能分光技術、イメージセンシ

ング技術をコア技術とし、これらの技術を微細加工

技術や各種高度計測手法によってサポートすること

により、各技術を高度化するための研究開発を実施

すると共に、実用化及び技術移転に向けた研究を実

施する。菌、ウイルス、汚染物質などの検出におい

ては、当グループが開発した、光ディスク型センサ、

導波モードセンサ、外力支援近接場照明バイオセン

サなどをベース技術として用い、検出対象物質に最

適化した検出手法の確立を行っていく。人の無侵襲

な健康診断技術や、コンクリート構造物の非破壊診

断技術、各種工業プロセスのモニタリング技術、農

産物の管理技術には、当グループが得意とし世界的

にも高いレベルにあるマルチスペクトルイメージン

グ技術、高感度フーリエ分光技術、小型分光システ

ム、高 OD 分光システム、などの個々の技術をよ

り高度化させながら、また、各技術の長所を生かし

ながら組み合わせることによって、その課題解決に

資する技術開発を実施する。 

研究テーマ：テーマ題目2（b-3） 

 

分子集積デバイスグループ 

（Molecular Assembly Group） 

研究グループ長：則包 恭央 

（つくば中央第5） 

概 要： 

・目的：各種材料（有機・無機・微粒子など）の精密

な構造制御や集積化による機能発現を利用した高性

能光／電子デバイスの開発、および関連する基盤技

術の開発を行う。 

・研究手段、方法論：有機分子の設計、有機合成、分

子パッキングの予測、粒子分散技術、各種薄膜作製

技術、微粒子の自己組織化、薄膜の計測・観察技術、

光化学／マイクロ波化学などの技術を駆使して、エ

レクトロニクス・フォトニクスに有用な部材・プロ

セスの開発を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目2（b-4） 

 

光半導体デバイスグループ 

（Optical Semiconductor Device Group） 

研究グループ長：森 雅彦 

（つくば中央第2） 

概 要： 

・目的：分子線エピタキシー、有機金属気相エピタキ

シーなどの高度な結晶成長技術、ナノレベルの微細

構造設計・作製技術を駆使して、IoT 時代における

低環境負荷社会に貢献しうる化合物半導体・有機半

導体先端光デバイスの開発を目的としている。具体

的に、高効率・高指向性発光ダイオード、黄色半導

体レーザー、超小型テラヘルツ光源、有機半導体レ

ーザー、サブバンド間遷移素子などの開発に取り組

んでいる。 

・意義、当該分野での位置づけ：可視からテラヘルツ

までの広い波長帯域の革新的発光・受光デバイスを

開発することで、車載・ウェアラブル情報機器や計
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測・医療機器、セキュリティ認証・センシングシス

テムなどの超低消費電力化・高機能化・新機能化を

通じて、広く IoT 社会の実現に貢献する。 

・国際的なレベル：エバネッセント光の結合効果に基

づく高指向性発光ダイオードや II-VI 族化合物半導

体黄色レーザーは、世界初の成果であり、高い独自

性と優位性を有している。また、化合物半導体・有

機半導体結晶成長技術や微細加工技術において、世

界最高水準の技術を保有している。 

研究テーマ：テーマ題目3（c-1） 

 

超伝導エレクトロニクスグループ 

（Superconducting Electronics Group） 

研究グループ長：吉田 良行 

（つくば中央第2） 

概 要： 

・目的：情報通信・エレクトロニクス技術の革新に向

けた、新奇超伝導材料の物質開発、理論・実験両面

からのアプローチによる高温超伝導機構解明、およ

び、産業利用を見据えた超伝導線材の開発、新機能

超伝導デバイスの提案と技術開発を推進する。 

・研究手段、方法論：高圧合成法をはじめとする物質

合成手法と理論予測、更には高圧下物性測定を組み

合わせることにより、より高い性能を有する超伝導

体、従来にない性質を示す超伝導体の開発を行う。

また、高品質単結晶試料を用いた系統的物性評価を

通して、銅酸化物、鉄ヒ素系に代表される高温超伝

導体の超伝導発現機構を明らかにする。産業利用を

見据えた高温超伝導線材をシミュレーションと実験

的評価の組合せにより開発するとともに、新機能超

伝導デバイスの提案と技術開発を行う。 

研究テーマ：テーマ題目3（c-2） 

 

酸化物デバイスグループ 

（Oxide Electronics Group） 

研究グループ長：相浦 義弘 

（つくば中央第2） 

概 要： 

・目的：低環境負荷酸化物デバイス技術の基盤確立に

向けて、酸化物半導体、鉛フリー圧電体、酸化物発

光材料など材料開発および機能開拓を行う。 

・研究手段、方法論：半導体、圧電体、誘電体、磁性

体から超伝導まで広範な物性を示す金属酸化物につ

いて、革新的な省エネルギーに貢献する材料を探索

する。機能性酸化物材料の物性発現の機構解明を行

い、機能向上、材料設計の新たな指針および機能制

御手法を確立する。更に、酸化物材料がもたらす革

新的な電子デバイスの実現を目指して、酸化物材料

を用いた電子デバイスの可能性を検証する。 

研究テーマ：テーマ題目3（c-3） 

強相関エレクトロニクスグループ 

（Correlated Electronics Group） 

研究グループ長：澤 彰仁 

（つくば中央第5） 

概 要： 

・目的：新しい電子デバイス動作原理である強相関電

子系の電子相制御技術、ダイヤモンド NV センタ

ーを利用した量子センシング技術などの開発と、そ

れに基づく低消費電力不揮発性メモリ、高感度磁気

センサなどの革新的な先端デバイスの開発を行う。 

・意義、当該分野での位置づけ：原理的にサイズ効果

のない強相関電子系の電子相転移を外場により制御

する技術や量子現象を利用したセンシング技術等の

研究開発により、半導体デバイスの限界を超える超

高密度・低消費電力不揮発性メモリや、半導体デバ

イスでは実現できない超高感度磁気センサ等を開発

し、情報通信技術を活用したグリーンイノベーショ

ンに貢献する。 

・国際的な研究レベル：強相関酸化物など金属酸化物

の大型・良質単結晶を作製可能なレーザー加熱単結

晶作製技術、金属酸化物デバイス開発に不可欠な最

先端の計測解析技術と微細加工技術・設備を有して

いる。 

研究テーマ：テーマ題目3（c-4） 

--------------------------------------------------------------------------- 

［テーマ題目1］光情報技術 

［研究代表者］並木 周（副研究部門長） 

［研究担当者］井上 崇、榊原 陽一、山本 宗継、 

池田 和浩、山田 浩治 他 

（常勤職員27名、他16名） 

［研 究 目 的］ 

 光・電子融合領域の情報通信技術の革新を目指した研

究開発を推進する。また、光デバイスに関するエコシス

テムの創成をめざす。主な研究課題は下記の通りである。 

a-1）光伝送・光ネットワークに関する研究開発 

 次世代光伝送および光ネットワーク技術を、デジタ

ルコヒーレント、非線形信号処理、量子光学技術など

を用いて開発する。また、次世代コンピューティング

を実現する光ネットワーク技術の検討を行う。 

平成28年度は以下の成果が得られた。 

・ダイナミック光パスネットワークの普及を図るため、

従来は各企業の独自規格であった光伝送ネットワー

クシステムを機能ごとに分割し、製造元が異なる装

置群を共通規格の同一ラックに収納することで、個

別に迅速な機能追加や性能改善を図ることが可能な

ディスアグリゲーション型のシステムについての共

通規格を策定した。また、制御方法の異なる各装置

を一括運用するための中間制御装置（コードネーム

BlueBox）を開発し、国際標準化団体である IEC

に対して標準化の働きかけを行い、テクニカルレポ
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ートとして出版された。 

・上記提唱した規格にもとづいて各種機能を持つ装置

群を試作して共通のラックに収納し、ラック間を光

ファイバで接続した光ネットワークを構成して、光

通信関連で世界最大級の国際会議 OFC2017におい

て動態展示を実施し、海外の光通信事業者および研

究者に対して規格の周知を行った。さらに、同学会

のテクニカルセッションにおいて8件の口頭発表を

実施し、動態展示を行う上で開発した技術内容を最

新かつ最先端の研究開発成果として報告した。 

・敷設されているフィールドファイバを利用したダイ

ナミック光パスネットワークテストベッド上で、低

遅延・高精細が特徴の4K テレセッションシステム

を構築し、ダイナミック光パスネットワークによる

低遅延伝送が極めて有効であることを明らかにした

うえで、技術普及の足掛かりとした。 

a-2）3次元フォトニクス基盤技術の開発 

 次世代シリコンフォトニクスデバイスを実現するた

めに重要な3次元構造を可能とする基盤技術を開発す

る。具体的には、シリコンフォトニクス光導波路を湾

曲させ、面垂直方向に光入出力部を形成する技術の高

度化などを行う。また、光インターコネクション応用

に向けたポリマーフォトニクス技術を開発する。。 

平成28年度は以下の成果が得られた。 

・シリコン光回路の配線末端部にイオン注入し、ウェ

ハ垂直方向に立体湾曲する加工技術の高度化に成功

した。また、ビーム径5マイクロメートルの光ファ

イバと高効率に光の入出力が可能なデバイス形状を

数値シミュレーションにより導出した。 

・シリコン光回路の進行波の位相制御のために、周囲

に局所配向した液晶を装荷する新技術の開発に成功

した。 

・ポリマー導波路構造を最適化し、シングルモード伝

搬を実証した。 

a-3）光パスプロセッサ技術の開発 

 ダイナミック光パスネットワークを構成する小型低

電力光スイッチを、シリコンフォトニクス技術を活用

して開発する。シリコンフォトニクス光スイッチチッ

プと、これを実装するパッケージング技術の開発を行

う。 

平成28年度は以下の成果が得られた。 

・偏波ダイバーシティ回路（偏波無依存化）、ダブル

ゲート回路（広帯域化・低漏話化）を搭載した8×

8光スイッチをの1RU ブレードに実装し、光通信分

野の世界最大の国際会議 OFC2017にて発表、およ

び併設の展示会にて動態展示を行った。 

・32×32光スイッチを1RU ブレードに実装し、この

規模の光スイッチとしては初めて全経路の動作を実

証し、光通信分野の主要国際会議の一つである

OECC2016にてポストデッドラインペーパーとし

て採択され、講演を行った。 

・小型・省電力な新しい方式の偏波ダイバーシティ回

路を用いた8×8光スイッチを実現し、OFC2017に

て発表、さらに注目発表として News Releases に

掲載された。 

a-4）シリコンフォトニクス技術の開発 

 高集積光トランシーバなどに幅広く適用可能な汎用

シリコンフォトニクス技術を開発する。また汎用シリ

コンフォトニクスファブの実現にむけて、上記開発技

術のプロセスデザインキット（PDK）化を進める。 

平成28年度は以下の成果が得られた。 

・300 mm シリコンラインを用いたシリコンフォトニ

クスデバイス製造技術、および設計技術の開発を推

進し、トランシーバ応用を想定した高速高効率変調

器（動作速度32 Gbps3、変調効率 VπL～3V・cm）

を実現するとともに、伝搬損失0.8 dB/cm の世界最

高水準の低損失導波路や、グレーティング型ファイ

バカップラなどの重要光配線要素を実現した。 

・開発した設計・製造技術を体系的にまとめ、暫定版

PDK を完成した。また、ゲルマニウム受光器のシ

リコン導波路上への集積基盤技術を開発し、受光基

本動作を確認した。 

・さらなる技術の先鋭化や革新的応用展開をめざし、

完全 CMOS 互換ファイバ結合や装荷導波路型高効

率光変調器、超高効率オートコリレータなどの新技

術を提案した。 

・産総研コンソーシアムや様々な民間パートナーと連

携し、シリコンフォトニクスデバイスの産業展開や

製造エコシステム構築にむけた活動が進展した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］光伝送、光ネットワーク、光インターコ

ネクション、シリコンフォトニクス、3

次元光回路、光電子集積素子、ポリマー

光導波路、ナノ構造デバイス、非線形光

学、非線形歪補償、コヒーレント光信号

処理、光波長変換、光信号波形計測、量

子もつれ光子対、光子検出、量子暗号通

信 

 

［テーマ題目2］光応用技術 

［研究代表者］阿澄 玲子（副研究部門長） 

［研究担当者］榊田 創、鳥塚 健二、藤巻 真、 

則包 恭央 他 

（常勤職員30名、他17名） 

［研 究 目 的］ 

 光やプラズマを利用した加工・センシング・計測技術

や、光機能性デバイスに関する研究開発を行う。主な研

究課題は下記の通りである。 

b-1）プラズマ利用技術に関する研究 

  先進プラズマプロセス技術の高度制御による革新
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的な省エネルギー・低環境負荷エレクトロニクスデ

バイスの開発を行う。 

 平成29年度は下記のような成果が得られた。 

・医療用途のプラズマ装置等に関わる国際標準化とし

て 、 Low energy ionized gas haemostasis 

equipment に関する IEC / TC 62 – SC 62D - 

WG34最終原案（IEC 60601-2-76）を策定し、国

際投票回覧を行い、承認された。 

・高 In 組成 InGaN 素子を実現する CVD 装置の製作

に着手した。 

・近赤外イメージング素子の開発として、新規窒素パ

ッシベーション法の原理試験に成功した。 

・準大気圧環境下での窒化プラズマ生成において、窒

素原子の密度計測を行った。 

・大面積・高速・低温プロセスを同時実現する大気圧

プラズマ表面処理装置の製作に着手した。 

・半導体用 h-BN 膜生成研究として、新規成膜装置を

開発した。 

・緑色レーザー用の波長変換結晶の損傷メカニズムと

して、熱効果を取り入れたことで、変換効率等の最

適化が行える計算コードを開発した。 

・従来の CVD 技術の限界を乗り越える革新的プラズ

マプロセスとして、グラフェンの成膜試験を行い、

共同研究先に提供した。 

・医療機器開発ガイドラインとして、「外科手術用、

及び内視鏡下手術用（体腔鏡下手術に使用される）

低侵襲プラズマ止血装置開発ガイドライン」に関

するガイドラインを策定した。 

b-2）超高速フォトニクス技術 

 高出力かつコンパクトな光源開発と加工プロセス等

への応用研究を重点的に進めるとともに、超短パルス

レーザーの医療用材料加工への応用技術の開発を行う。 

平成29年度は下記のような成果が得られた。 

・医療用セラミックス材料のレーザー表面加工に、所

内、生命工学領域、材料・化学領域、大学医学部の

研究者らと連携して取組んだ。特に、超短パルスレ

ーザーアブレーション加工とアパタイトのレーザー

成膜技術にり作製した試料について、疲労試験を実

施して、インプラントに求められる強度、長期安定

性を実証するとともに、結晶化挙動や周期構造形成

のメカニズム解明に資する結果が得られた。 

・高効率、高出力が可能な Yb ドープファイバーレー

ザー技術に基づいた加工研究用プラットフォームを

開発し、3桁におよぶ広域なパルス幅可変、ととも

に平均100 W 以上の高出力を達成した。加工機及

び観察系を同時プログラミング可能な試験加工機を

開発し、パルス幅、照射パルス数、パルスエネルギ

ー等の加工条件の網羅的探索ができることを確認し

た。 

b-3）光センシング技術に関する研究 

 健康な暮らしを誰もが享受できる社会、安全安心

な住環境、より高い国際競争力を持つ生産技術、の

実現に資する光学的センシングシステムの開発を行

う。 

平成29年度は下記のような成果が得られた。 

・磁性ビーズと光信号用標識とで検出対象物をサンド

イッチして、外部磁場によって動作させてその動き

を検出する外力支援近接場照明バイオセンサを用い

たノロウイルス検出技術の開発において、100 µl

当たり10から10000粒子のノロウイルス検出が可能

になった。また、インフルエンザウイルス検出にお

いては、ウイルスタンパク質を検出ターゲットとす

ることによって、実質的に1ml 当たり1ウイルス粒

子の検出に成功した。  

・土壌の栄養成分分析への適用を目的に、小型ポータ

ブル分光光度計を開発し、企業への技術移転を通じ

て当該分光光度計の製品化に成功し、販売が開始さ

れた。簡単・低コストな土壌分析技術の普及によっ

て、肥料の過剰散布の防止、ひいては、収量向上、

施肥コスト低減、環境保全などの効果がもたらされ

るものと期待される。  

・指先に光を照射して非侵襲に血中中性脂肪濃度を推

定する技術を開発した。近赤外波長領域で検出され

る光のうち、心拍と連動する脈波振幅成分を抽出す

る。血中中性脂肪の多くはカイロミクロンと呼ばれ

る散乱粒子として血液中に存在するため、検出光か

ら血液の濁度を求めることで血中中性脂肪濃度を推

定することに成功した。 

・光ディスク型のバクテリアイメージングシステムの

開発においては、検出対象である大腸菌の適切な蛍

光染色とシステム光学系の改良によって、ディスク

試料が高速で回転する中での蛍光検出が可能となっ

た。非生物の夾雑物がある中で菌のみを光らせて検

出することができるため、検出結果のイメージング

から、菌の有無や菌数を1枚の画像で高速に判定す

ることに成功した。 

・高性能な光学フィルタの性能評価を可能とするため、

高 OD 分光光度計の開発を行った。可視光領域に

おいて、最大 OD 値13（一兆分の一の減光率）相

当の測定を可能にした。また、高 OD 値を有する

フィルタの標準化の検討を開始した。 

・高感度分光器のコンパクト化と高分解能化を行った。

従来は重さ1 kg 以上、大きさ250 mm×50 mm×

50 mm の高感度分光器を、重さ0.1 kg 以下、大き

さ110 mm×20 mm×20 mm へと大幅に軽量コン

パクト化させた。また、分光器としての性能向上の

ため、全くコストをかけずに光学配置の改良のみで

波数分解能を約2倍向上させる技術開発を行った。

近赤外・赤外では高解像のアレイ検出器が高価であ

るため、本技術の有効性は高い。 
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b-4）ボトムアップ集積型デバイスの構築 

 各種材料（有機・無機・微粒子など）の精密な構造

制御や集積化による機能発現を利用した高性能光／電

子デバイスの開発、および関連する基盤技術の開発を

行う。具体的には、有機材料の設計・合成、マイク

ロ・ナノパターン形成技術、デバイス作製技術、計測

評価技術の開発を行う。 

平成29年度は下記のような成果が得られた。 

・フロー型マイクロ波加熱技術を発展させ、低極性溶

媒中でも高温反応が可能にした。有機半導体材料で

あるフラーレン誘導体合成において、従来法の10

倍の生産性向上を実証した。 

・単層カーボンナノチューブの分散技術、ドーピング

技術を向上させ、液状ゴムと複合化させることによ

ってコーキング剤を開発し、電磁波遮蔽材として優

れた性質を示すことを実証した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］プラズマプロセス、安全安心、超短パル

スレーザー、レーザー加工、センシング、

光計測、QOL、ボトムアップ集積技術、

光機能性材料 

 

［テーマ題目3］新原理エレクトロニクス 

［研究代表者］澤 彰仁（副研究部門長） 

［研究担当者］王 学論、吉田 良行、相浦 義弘 他

（常勤職員35名、他33名） 

［研 究 目 的］ 
 高温超伝導体、強相関酸化物などの機能性酸化物や、

化合物半導体、有機半導体を中心に、省エネルギーに貢

献する機能性材料の探索を行うとともに、従来技術の延

長では達成できない極限的な省エネルギーデバイスの研

究開発を推進する。主な研究課題は下記の通りである。 

c-1）化合物・有機半導体先端光デバイスの開発  

 分子線エピタキシー、有機金属気相エピタキシーな

どの高度な結晶成長技術、ナノレベルの微細構造設

計・作製技術を駆使して、IoT 時代における低環境負

荷社会に貢献しうる化合物半導体・有機半導体先端光

デバイスを開発する。 

平成29年度は下記のような成果が得られた。 

・高指向性 LED 開発を目指した研究開発においては、

光取出し面に微小円錐台構造を付与することで、高

効率・高出力な InGaAs 系1.2～1.7 m 帯赤外

LED の開発に成功した。 

・有機半導体レーザーの研究では、マイクロメートル

サイズの単結晶膜が比較的容易に作製可能なキャス

トキャッピング法を開発し、無機・有機ペロブスカ

イト半導体を用いて室温光励起レーザ発振及び EL

発光の実現に成功した。 

・緑～黄色半導体レーザの高信頼化に向け、

BeZnCdSe 量子井戸活性層に着目し、光誘起欠陥

反応メカニズムやフォトルミネッセンスの増強効果

を明らかにした。 

・GaN 系のデバイスに関しては、サファイア基板と

GaN 系共鳴トンネルダイオードとの格子不整合歪

による貫通転移や量子井戸中の結晶欠陥を低減させ

た素子を用いることで、パルス電圧を用いた不揮発

メモリ動作の高安定化に成功した。 

c-2）先進機能超伝導材料の開発と新規超伝導応用の開

拓 

 情報通信・エレクトロニクス技術の革新にむけ、卓

越した機能を有する超伝導材料の開発、理論・実験両

面からのアプローチによる高温超伝導発現機構解明、

および産業利用を見据えた超伝導線材の開発、新機能

超伝導デバイスの提案と技術開発を推進する。 

平成29年度は下記のような成果が得られた。 

・線材開発：銅酸化物高温超伝導体を用いたテープ線

材に対して、昨年に引き続き、細線化における電磁

応答、MRI コイルの磁場安定性に関する理論解析

を行った。また、BaFe2As2を Na で置換した（Ba, 

Na）Fe2As2において、Powder-in-tube（PIT）法

を用いて超伝導線材を作製した。その結果、（Ba, 

Na）Fe2As2は、4.2 K、2 T の磁場中で Jc = 50000 

A/cm2に達し、また4 T の磁場中でも Jc = 40000 

A/cm2を維持しており、良好な磁場中特性が得られ

た。 

・物質開発：鉄系超伝導体（La0.5-xNa0.5+x）Fe2As2に

おいて、合成温度の最適化により、x > 0での素量

作製に成功し、その電子相図を明らかにした。0.15 

≤ x ≤ 0.35において超伝導が出現し、超伝導転移温

度(Tc)は、最大で27.0K を示すことを明らかにした。

また、（La, Na）Fe2As2を元に新鉄系超伝導体（La, 

Na）AFe4As4（A = Rb, Cs）を発見した。A = Rb, 

Cs の時、超伝導転移温度は、それぞれ、25.5 K お

よび24.0 K であった。 

・超伝導理論：最適化モンテカルロ法により理論面か

ら高温超伝導機構解明へのアプローチを行い、最適

化された波動関数により強相関系において超伝導相

が存在することを示した。パイロクロア酸化物にお

ける3次元フラットバンドの存在、及びホールドー

プによる「磁性元素フリー強磁性」の可能性を示し

た。また、光子を吸収した超伝導ナノストリップに

生じる量子化磁束を単一磁束量子（SFQ）回路で

検出するための理論設計を行った。 

c-3）低環境負荷酸化物デバイスの開発および機能性酸

化物電子材料の新機能開拓 

 低環境負荷酸化物デバイス技術の基盤確立をめざし

て、既存の電子材料にない新機能を示す酸化物半導体、

鉛フリー圧電体、酸化物発光材料などの酸化物材料を

探索し、デバイス化へむけた可能性を検証する。加え

て、これら酸化物材料の機能発現機構の解明、機能制
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御手法の技術開発を推進する。 

平成29年度は下記のような成果が得られた。 

・Sn 系ワイドギャップ p 型酸化物半導体の開発を行

い、キャリア生成とその輸送を空間的に分離した

結晶構造をもつ新材料の開発に成功し、昨年度ま

でに開発した材料よりも高いキャリア濃度と移動

度が両立することを明らかにした。 

・昨年度開発した共振周波数～650 kHz の極低温対

応非鉛圧電 AE センサを、極低温下での特性を評価

し、高精度位置検出する技術を確立した。 

・BaSnO3ペロブスカイト型酸化物薄膜において、波

長400 nm 以下の紫外線蛍光による波長905 nm に

中心を持つブロードな発光スペクトルを確認した。

また、薄膜単体で95 %以上の透過率を確認し、太

陽電池の発電効率を向上させる波長変換デバイスと

して有用であることを明らかにした。 

・磁束量子分割デバイスを設計・作製し、性能評価

を行った。 

・独自開発を行った高精度試料マニュピュレータ―

を組み込んだ高分解能光電子分光装置の有効性を

確認した。 

c-4）強相関デバイスおよびダイヤモンド量子センシン

グ技術の研究開発 

 情報通信技術のイノベーション創出を目的に、強相

関電子材料の特長である電気的、磁気的、光学的な特

性が劇的に変化する電子相転移を、電場、磁場、光な

どの外場で制御する技術、ダイヤモンド NV センタ

ーを利用した量子センシング技術などを開発し、それ

らの技術を利用した革新的な先端デバイスの研究開発

を推進する。 

平成29年度は下記のような成果が得られた。 

・強誘電トンネル接合による不揮発性抵抗変化素子に

ついて、CMOS プロセスと親和性のよい HfO2系強

誘電体によるトンネル接合の開発に向け、室温で電

極の酸化物 ITO と強誘電バリア層の Y ドープ

HfO2のアモルファス膜を製膜した後、アニール処

理して結晶化させることにより、良好な強誘電特性

とトンネル素子に不可欠な膜厚均一性と表面平坦性

を有する接合構造を作製する技術を開発した。 

・不揮発かつ連続な抵抗変化特性とゲート電圧印加履

歴に対する閾値電圧変化を示す酸化物半導体

SrTiO3チャネル電界効果素子（FET）により、ニ

ューロモルフィックチップの構成要素の一つである

スパイク時刻依存可塑性（STDP、Spike-Timing 

Dependent Synaptic Plasticity）の機能を有する

人工シナプスの開発に成功し、単純な全結合型ニュ

ーラルネットワークのシミュレーションから、手書

き数字画像の認識を可能にした。 

・ダイヤモンド NV センターを用いた量子センシン

グ技術と、それを利用したデスクトップ型 NMR 装

置の研究開発について、センサ・試料間距離が2 

nm となるセンサ構造を完成させるとともに、検出

対象物を360°方向から取り囲む NMR センサを内

蔵したマイクロチャンバー構造の形成に成功した。

また、位相が90度異なるマイクロ波パルスを照射

する装置を構築し、NV センター集団のコヒーレン

ス時間を50 μs から200 μs まで改善することに成功

した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］化合物半導体、有機半導体、超伝導、酸

化物エレクトロニクス、強相関エレク

トロニクス 

 

④【製造技術研究部門】 

（Advanced Manufacturing Research Institute） 

（存続期間：2015.4.1～2020.3.31） 

 

研究部門長：市川 直樹 

副研究部門長：加納 誠介、秋山 守人 

総括研究主幹：手塚 明、岡根 利光、澤田 浩之、 

徐 超男 

 

所在地：つくば東、九州センター 

人 員：68名（68名） 

経 費：688,916千円（407,840千円） 

 

概 要： 

日本の強みと言われていた製造業は、少子高齢化や

産業の空洞化という社会構造の問題だけでなく、デジ

タルマニュファクチャリングや Internet of Things 

(IoT)、Industrie4.0等をはじめとするセンサ・情報技

術の急速な進展などにより、新しい局面を迎えていま

す。従来の消費者への安価・高性能・高機能な製品の

供給のための大量生産・大量消費を是とした製造技術

から、消費者の個々のニーズの取り込みとオンサイト

での供給、限りある地球上の資源・エネルギーを将来

の人類にできるだけ長く引き継ぐことへの考慮、さら

には自然災害等への対応のためのレジリエンス（柔軟

性）強化などへの転換が求められてきています。 

当研究部門では、国立の研究開発機関として、こう

した長期的な視点での製造技術の方向性を見据え、革

新的な加工プロセス・システムの開発、先端センシン

グデバイスを用いた測定・評価技術の開発、顧客価値

や物流・製品リサイクルなども含めた設計・情報技術

の開発に統合的に取り組んでいます。  

具体的には、この第4中長期（2015-2019年度）に

おいて、下記の4つの重点化課題を定めて、製造技術

の新たな潮流への取組みを進めます。 

①付加加工技術の開発：自由な形状創成が可能な

3D 積層造形技術の特徴を生かした応用と3D 複層化
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や3D 造形技術と加工・成膜技術の複合化による新た

な機能発現部材の実現 

②複合加工技術の開発：加工現象の解明をもとにし

た加工プロセスを最適に複合化する製造プロセスを開

発し、プロセスチェーンの短縮化のみならず、従来の

手法では困難な形状や精度の加工と高機能を付与した

部材デバイスの製造 

③製造網および情報と製造の融合に関する技術の開

発：情報技術との融合により、工場・生産設備のム

ダ・ムリ・ムラや不具合・診断を行うモニタリングシ

ステム・データモデルの構築、社会的要素も含めたシ

ナリオ分析による生産レジリエンス強化、つながる工

場、つながる生産設備等、全体最適を指向した生産シ

ステムの実証 

④構想設計・超上流設計に関する技術の開発：顧客

価値の高い製品・システムの開発を可能にするために、

複数業種の製造企業における共通問題の抽出、設計プ

ロセス効率を下げずにデライト設計の質向上を実現 

 

新たに開発される特性の高い素材・材料やこれまで

利用されてこなかった高付加価値素材・材料に対して、

様々な加工プロセスの最適化、異なる加工プロセスの

複合化、加工プロセスやプロダクトのその場計測・評

価技術とその設計や加工へのフィードバック、そして

機能設計や加工プロセスを上流から考慮する設計情報

技術の開発に加え、今年度からは、つながる工場・ス

マートマニュファクチャリングとして、つながること

による全体最適を指向した生産システムに関する新し

い展開を③製造網および情報と製造の融合に関する技

術の開発における課題として加えています。それぞれ

将来を見据えた先端技術の開発とその実現のための基

礎的知見の集約、技術同士の統合・融合化をはかって

いきます。また、これらの成果は、地域産業の活性化

を念頭においた公設研や地域企業の技術との連携によ

り、新しいものづくりのコンセプトとして、産業界へ

の提案・実証や展開などを行っていきます。 

 

当研究部門の研究拠点は、機械・加工・設計技術に

関する研究ポテンシャルを有するつくばセンター（7

研究グループ）と計測モニタリングに関する研究ポテ

ンシャルを持つ九州センター（4研究グループ）の2

カ所にあり、計11研究グループで研究を進めました。

本年度においては、重点化課題①～④の推進のための

部門重点課題として6課題、領域として推進する領域

プロジェクト1課題、領域 FS 連携課題3課題、また、

次のシーズ探索として7課題の萌芽課題、つくば九州

の連携課題として1課題を行いました。 

 

部門重点課題 [テーマ題目1-6] 

 ・「超微細・超精密3D 異種材積層造形技術と実用・

量産に向けた新機能部材創成に関する研究」 

 ・「マルチマテリアル製造インテリジェンスに関する

研究（M3インテリジェンス）」 

 ・「遡り情報解析による IoT 社会実装の研究開発強化」 

 ・「生産システムモデル作成技術に関する研究」 

 ・「表面機能化による高付加価値表面の開発」 

 ・「複合加工法による高付加価値製品をもたらす難加

工材・難加工形状の加工に関する研究」 

 領域プロジェクト [テーマ題目7] 

 ・「産総研コンソにおける実証化支援」 

 領域 FS 連携 [テーマ題目8-10] 

 ・「風車点検・モニタリング技術に関する連携（融合）

研究」 

 ・「表面機能化プロセスに関する連携（融合）研究」 

 ・「つながる工場モデルラボ推進に向けた連携（融合）

研究」 

萌芽研究 [テーマ題目11-17] 

・「簡易迅速分析によるめっき工程の高度化技術」 

・「プラズマ回転ディスク法による3D 積層造形用金

属粉末生成技術」 

・「複合窒化物ナノロッドの創生」 

・「熱刺激応答性ゲルを用いたペーパーマイクロ分析

技術のためのバルブ機構の開発」 

・「VIV を利用した生体向けエナジーハーベスタの開

発」 

・「マグネトロンスパッタのエロージョン領域拡張に

資する永久磁石の創生」 

・「高温摺動用ボロシリサイド合金の開発」 

連携研究 [テーマ題目18] 

・「表面修飾技術を利用した色素分子を界面に濃縮す

る手法の開発」 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金： 

・「スマート製造ツールキットの開発 

－ MZ Platform EX －」 

・「複合ナイトライド薄膜を核とした事業展開への知

財アセットの強化」 

・「液中粒子濃度計測に係る一般的ガイドライン開発」 

 

外部資金： 

経済産業省 

 エネルギー需給構造高度化対策費 

・「スマートマニュファクチャリングに関する国際標

準化・普及基盤構築」 

戦略的基盤技術高度化支援事業 

・「電解レーザ微細複合加工技術の実用化による微細

医療器具の開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費補助金 基盤研究（B） 
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・「流体操作技術による新たな精子選別技術の開発と

実証試験」 

・「革新的3D トリリオンセンサ作製技術の開発」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（C） 

・「社会様態の変化を促し環境負荷を低減する積層造

形（AM）技術利用シナリオの設計」 

・「製品リマニュファクチャリングの成立条件分析と

需要予測モデルの研究」 

・「電磁非破壊検査技術向上に向けた高度磁場解析技

術の構築」 

・「常磁性低融点金属スパッタリングに用いる新規プ

ラズマ源の研究開発」 

・「金属積層造形技術の化学分析システムへの応用」 

科学研究費補助金 若手研究（B） 

・「プラズマ中の微粒子が及ぼすプラズマインピーダ

ンス変化のモニタリングと現象解明」 

・「微小金属材料の両振応力条件における疲労挙動の

評価」 

・「Modelica と機能モデリングを統合したシステム全

体構成自動合成の研究開発」 

・「微小観察下での温度負荷による潜傷先端の光散乱

強度変化の実験的解明」 

科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究 

・「走査型プローブ顕微鏡によるアコースティックエ

ミッションの複合計測技術の開発」 

科学研究費補助金 特別研究員奨励費 

 ・「応力制御型光スイッチの研究開発」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 

戦略的イノベーション創造プログラム（SIP） 

・「構造材料開発に利用する計算熱力学に関する技術

基盤構築」 

熊本復興支援事業 

・「物品消費実績記録装置への機械学習実装による物

品使用適正化」 

研究成果展開事業 

・「ヘテロ凝固機構により高造形性・高強度を実現す

る積層造形用金属粉末の開発」 

戦略的創造研究推進事業 

・「真空プロセス装置における酸化・窒化影響評価」 

 

文部科学省地域イノベーション・エコシステム形成プロ

グラム事業 

 ・「車載用着座姿勢センサの開発に関する研究」 

 

農林水産省農林水産技術会議事務局 繁殖性の改善によ

る家畜生涯生産性向上技術の開発委託事業 

・「H29年度繁殖性の改善による家畜生涯生産性向上

技術の開発」 

環境省環境研究総合推進費 

・「全体の統括と消費と生産の関連性を強化した政策

デザインによる温室効果ガス排出抑制と資源循環方

策」 

 

一般社団法人ファインバブル産業界 医工連携事業化推

進事業  

・「ファインバブル利用による滅菌装置の開発」 

 

一般社団法人製造科学技術センター 

 ・「エネルギー・資源効率評価実験」 

 

平成29年度佐賀県リーディング企業創出支援事業 

 ・「ウルトラファインバブル（UFB）及び溶存ガスの

測定評価法確立並びに UFB 発生装置の性能評価」 

 

発 表：誌上発表116件、口頭発表306件、その他33件 

--------------------------------------------------------------------------- 

素形材加工研究グループ 

（Material Processing Group） 

研究グループ長：中野 禅 

（つくば東） 

概 要： 

製品はその構成要素として多種の部品や素形材の組

み合わせによる。製品の機能性や特性は各部品の性能

に依存することが多く、部品・素形材レベルでの品質

を向上、維持することが望まれている。特に医療やエ

ネルギー、航空宇宙、自動車産業では、より高性能で

高品位な部品・素形材へのニーズが高く、これを実現

するために新素材を用い、プロセスの高度化が求めら

れる。一方既存の製品群であっても社会の要求、例え

ば鉛フリーの実現等、に応えるため、新しい素材を用

いた製品の実現が求められる。当グループにおいては、

鋳 造 、 塑 性 加 工 、 積 層 造 形 （ Additive 

Manufacturing;AM）を中心に、特に金属素形材、部

品の製造について高度化を図っている。材料・形状・

特性・意匠などの要求を満足できるような加工を容易

に実現できるようにする技術開発である。新しい材料

を、自由な形状に加工し、かつその特性が求められる

特性を満足するようにする。素材となる材料技術、加

工プロセスを通した特性の向上、CAD データから容

易に形状を実現するプロセス化、プロセスの評価技術

などを実施している。産総研発ベンチャーによる生分

解性マグネシウム材料の展開にも尽力している。 

研究テーマ：テーマ題目1 

 

積層加工システム研究グループ 

（Additive Processes and Systems Group） 

研究グループ長：廣瀬 伸吾 

（つくば東） 
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概 要： 

本研究グループでは、表面処理／積層造形技術の高

度化を目指して、新規表面処理／新規造形方法の発

見・確立や、加工現象の計測と解明、プロセス・イン

フォマティクスの実践検証に取り組んでいる。特に、

積層造形プロセス技術開発に関しては、平成26年度

から開始されている経産省／NEDO 大型プロジェク

ト「次世代型産業用3D プリンタ技術開発」に参画し、

指向性エネルギー堆積法（DED 法）の造形装置開発

に取り組み、DED プロセスの細書造形、異種材造形

を行っている。この成果は、技術研究組合 TRAFAM

を通し、展示会などで発信している。そのほかにも新

たな方法であるワイヤ DED 技術の基礎研究も実施し

ている。積層造形物の評価技術としては、付加製造

（AM）造形物の内部欠陥をインプロセスでモニタリ

ングする技術の開発をめざし、レーザ超音波法を用い、

非接触、非破壊で、AM 造形物内部の欠陥を検出しそ

の構造を推測する研究を行なっている。さらに AM

を実製品に展開するときに不可欠な AM 部材の前/後

処理を念頭に、プラズマ球状化やめっき修飾による粉

末処理や電解砥粒研磨による鏡面化・発色技術などに

も取り組んでいる。 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目6、テーマ題目

11、テーマ題目12  

 

機械加工情報研究グループ 

（Cyber Machining Group） 

研究グループ長：澤田 浩之 

（つくば東） 

概 要： 

加工工程のセンシング・データ解析によって加工機

や工具、被削材の状態を把握し、それに基づいて工程

や品質の管理・制御を行うことがグループの主たる研

究目標である。そのために、切削情報の統合モニタリ

ング装置、信号解析による状態把握、3軸回転駆動を

実現する球面モータ、「マイクロファクトリ」を基本

コンセプトとしたマイクロ加工、そしてそれらを連携

させる IT ネットワークの研究開発を実施している。

さらに、これらをシステムと実装し、生産管理や在

庫・物流管理等、企業の業務プロセスの情報化を推進

するため、IT システム構築ツール MZ Platform の開

発とその導入のための研修やコンサルティングを行っ

ている。また、MZ Platform をベースに、IoT システ

ムの導入とそのカスタマイズを行うためのツール群と

して、スマート製造ツールキットの研究開発を進めて

いる。 

研究テーマ：テーマ題目4、テーマ題目7、テーマ題目

10 

 

モデルベース設計製造研究グループ 

（Model-based Design and Manufacturing Research 

Group） 

研究グループ長：増井 慶次郎 

（つくば東） 

概 要： 

 本年度は、重点課題「生産システムモデル作成技術

に関する研究」および NEDO プロジェクト「動静脈

産業連携による循環制御型資源再生技術」において、

設計・製造・使用・リサイクルといった製品ライフサ

イクルに係る知識の獲得とその知識表現方法（モデリ

ング手法）の開発に注力した。この成果は、環境省プ

ロジェクト「リマニュファクチャリングを中心とした

持続可能な生産」を検討して行く上でも利活用可能で

あり、設計・製造分野における計算機援用基盤技術と

して整備していく。平成27年度から始まった、つく

ばセンターと九州センターとの連携においては、重点

課題でもトリリオンセンサ―グループと、間接モニタ

リングの事例研究を通じて共通課題に取り組み、生産

モデリング技術と生産計測技術の融合に取り組んだ。 

研究テーマ：テーマ題目2、テーマ題目4、テーマ題目7、

テーマ題目10 

 

トライボロジー研究グループ 

（Tribology Group） 

研究グループ長：大花 継頼 

（つくば東） 

概 要： 

摩擦摩耗（トライボロジー）に係わる諸問題につい

ての研究開発を行った。製造分野における省エネルギ

ー、省資源に資する技術として、トライボロジーは重

要な課題であり、様々な取り組みが求められている。

当グループでは、表面機能の高度化を中心として、シ

ステムとしてのトライボロジー技術を社会的な課題解

決に向けた取り組みとしての基盤的トライボロジーと

摩擦現象解明による新しいトライボシステムの開発を

目指した先端的トライボロジーの二つの取り組みを有

機的に連携させながら課題に取り組んでいる、 

今年度は表面テクスチャリングを有する摺動面の開

発において、潤滑油の流れの解析や数値シミュレーシ

ョンによる低摩擦の発現原理の解明、トライボフィル

ムの形成と摩擦特性の相関、トライボコーティングと

しての硬質膜のはく離評価技術の開発、高温摺動材料

の開発、さらにメンテナンス・トライボロジーや

AFM を用いた摺動面のその場観察技術の構築にも取

り組んだ。また、トライボロジーを軸とした共同研究

を通じて実用化を目指した応用研究および標準化に取

り組み、産業界の根幹技術であるトライボロジー技術

の向上と普及に努めた。 

研究テーマ：テーマ題目5、テーマ題目7、テーマ題目9、

テーマ題目17 
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表面機能デザイン研究グループ 

（Surface Interaction Design Group） 

研究グループ長：三宅 晃司 

（つくば東） 

概 要： 

 本研究グループでは、表面という場を利用した材料

の高機能化を目指した研究を行っている。企業からの

要望に応え、目的に応じた機能を発揮する表面創製技

術を確立すべく、「表面構造形成（加工）」と「表面修

飾」とが一体となって取り組むことのできる体制を構

築し、基礎現象解明のための「評価技術の高度化」と

併せ、表面機能創製技術を構築するための基礎データ

を取得する。これらを通し得られた知見をもとに、基

礎現象解明に基づいた「表面機能設計技術」の開発と

その応用展開に取り組んでいる。「表面構造形成」で

は表面（微細）加工による形状形成と機能（摩擦摩耗

特性、吸着特性、物質移動等）との相関についての指

針を得る為の研究を推進している。「表面修飾」では

抗菌表面を例として、抗菌作用の基礎原理解明を行う

ことにより、表面形状と表面の化学的物性制御を利用

した機能性表面創製技術の開発を行っている。「評価

技術の高度化」では複雑現象であるトライボロジーや

加工の基礎原理解明に向けて、圧力下、しゅう動環境

下での固液界面のその場観察技術の開発を行っている 

研究テーマ：テーマ題目5、テーマ題目6、テーマ題目9、

テーマ題目18 

 

構造・加工信頼性研究グループ 

（Structural and Processing Reliability Group） 

研究グループ長：原田 祥久 

（つくば東） 

概 要： 

産業機器や輸送機器等の構造部材や加工後の部材に

おいて「安全・信頼性」を確保することが要求されて

いる。その要求に応えるためには、製造時や加工時の

初期欠陥や箇所の検出技術、供用過程中における劣

化・損傷評価だけでなく、これらに基づく「寿命・余

寿命予測」に反映させていくことが必要となる。本研

究グループでは、発電プラント、輸送機器、産業機器、

社会インフラ等の様々な構造部材や付加加工を施した

加工部材を対象に、材料の耐久性評価、き裂解析、欠

陥検出等を行い、その劣化損傷メカニズムを解明する

とともに、寿命・余寿命予測が可能となる評価技術の

開発を行う。また、実用部材で見られる複雑な形状欠

陥についても評価が可能な非破壊損傷評価技術の開発

を行う。さらには、これらの知見をもとに「複合加工

技術の開発」へ反映させるような要素技術の提示に取

り組む。 

研究テーマ：テーマ題目2、テーマ題目6 

 

センサシステム技術研究グループ 

（Sensor System Engineering Group） 

研究グループ長：田原 竜夫 

（九州センター） 

概 要： 

ものづくりの現場では、製造工程や製品に対する信

頼性を高めかつスループットの向上を図るために、製

造プロセスをその場監視できるオンサイトモニタリン

グ技術への期待が高い。その一方で、監視対象となる

設備や工程の変更には、通常、消極的である。そこで、

工程の変更を前提とせず、大きな設備の増設も不要で

ありながら、より高度なプロセスモニタリングが可能

となるセンサシステム技術の開発を進めている。今年

度はその実現に向けた三つの要素技術開発を進めた。

①薄膜圧電体を利用したセンサシステムの開発では、

従来よりも口径の小さな M5ポートに取付け可能な燃

焼圧センサの試作に成功した。②半導体プロセスの効

率改善技術の研究開発では、スパッタリングターゲッ

トの歩留まり向上が期待される磁気ミラー型マグネト

ロンカソードを開発した。③信号処理技術の研究開発

では、深層学習を活用した真空排気ポンプの異常検知

技術の提案と効果検証を行った。 

研究テーマ：テーマ題目15、テーマ題目16 

 

センシング材料研究グループ 

（Functional Material and Sensor Group） 

研究グループ長：山田 浩志 

（九州センター） 

概 要： 

 複雑化する社会問題や環境問題の解決手法として、

また経済的価値を付与するツールとして、ICT とビ

ッグデータの活用（CPS）が注目されている。その

中で、センサや高周波フィルタ等は情報の「フロント

エンド」となるキーデバイスとして必要不可欠のもの

である。センシング材料研究グループは、生産技術・

製造技術への技術貢献を念頭に置きながら、下記に列

挙するような3つの課題に取り組む。①新しい機能性

材料の開発と性能向上： 市場における IoT に係るデ

バイスニーズを把握しながら、圧電材料を主とする機

能性材料の開発と性能向上に取り組む。また機能性材

料の学術的な側面についても目的基礎研究として積極

的に取り組む。②センサ素子の開発： 機能性材料を

センサ素子やその他デバイスとして機能させるための

成膜技術、デバイスの開発に取り組む。開発したデバ

イスの社会実装に向けた研究開発にも注力する。③素

材・製品、並びに製造プロセスの解析・評価技術の開

発：多元系材料開発の指針や熱力学に係わる諸現象の

解明の基盤となる計算熱力学ソフトウェアとデータベ

ースの開発に取り組む。また素材・製品の非破壊評価

技術の開発にも注力する。 
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研究テーマ：テーマ題目13、テーマ題目15 

 

トリリオンセンサ研究グループ 

（Trillion sensing Group） 

研究グループ長：寺崎 正 

（九州センター） 

概 要：  

 トリリオンセンサ研究グループでは、非連続的で膨

大なセンサ・プローブを用いたトリリオン（1兆個）

センサ時代、すなわち情報オリエンテッドな社会の到

来を見据え、「見えないものの可視化」、「価値分布の

可視化」の技術開発を行う。開発にあたっては、製造

分野におけるもののインターネット化（IoT）、製造

業の革命、持続的産業競争力強化を意識し、トリリオ

ンセンサが拓く健康・グリーン・環境・食糧の観点で

の「無意識による損失」の無い「潤沢な社会」に貢献

する。具体的に「見えないものの可視化」に関して、

①業界の諦め（例えば、潜傷、静電気等）の可視化、

②見えている筈（応力分布の様に経験やシミュレーシ

ョンで見えているが時に異なる、もしくは時間と共に

変化するもの）の可視化、更には③製造現場における

暗黙知の可視化など、独自の可視化技術の開発を行っ

ている。特に、マルチマテリアル製造で注目度が高い

炭素繊維強化プラスチック（CFRP）に着目し、高速

の破壊過程でのひずみ分布可視化、破壊予兆となるト

ランスバースクラックの可視化検知に成功したことは

特筆に値する（国際航空機疲労委員会 ICAF2017の

Japanese National Review として公表）。更に、既

設センサや一見無関係な情報、現場情報と、可視化技

術とのデータ相関を活用し、直接計測困難な情報を類

推する間接可視化技術の取組みを行っている（特に、

SiC 製造についてつくば・モデルベース設計製造研究

グループとの連携）。製造企業ニーズオリエンテッド

な革新的可視化技術開発を通して、材料・プロセス・

品質の革新・改善・決断を促す直接的な情報・解決策

を提示する事で製造網の構築に貢献するとともに、根

源となる学術知見の抽出・集積・カスタマイズを行い、

学術、企業、地域を含めた広い産業社会への還元を目

指している。 

研究テーマ：テーマ題目2、テーマ題目4 

 

生物化学プロセス研究グループ 

（Biochemical Process Group） 

研究グループ長：山下 健一 

（九州センター） 

概 要： 

マイクロ化学、ナノ科学技術を用いて、生産現場で

の計測技術開発や生産プロセスの強化などについての

研究を行っている。また、計測データを社会実装する

ために必要な情報技術の開発にも併せて取り組んでい

る。マイクロ流体の持つ高い流体操作性を基盤として、

化学産業のみならず、環境、医療、製薬、バイオ関連、

食品産業、化成工業等への応用展開に関する検討を行

う。具体的には、流体操作性による最少試料化（微

量）、集積化などによるその場計測や化学反応自体の

加速による効率的な計測（迅速）、短い実効拡散距離

などの効果を利用した分析（精密）・計測、表面や界

面の化学現象を利用した分析などを行う。特に食品、

農産物、医療関連の計測デバイスの開発を企業や大学

と連携して進めている。 

研究テーマ：テーマ題目3、テーマ題目5、テーマ題目

14、テーマ題目15、テーマ題目18 

--------------------------------------------------------------------------- 

［テーマ題目1］超微細・超精密3D 異種材積層造形技

術と実用・量産に向けた新機能部材創成

に関する研究 

［研究代表者］岡根 利光（製造技術研究部門） 

［研究担当者］岡根 利光、中野 禅、荒井 裕彦、 

花田 幸太郎、梶野 智史、加藤 正仁、

徳永 仁史、佐藤 直子、本山 雄一、

廣瀬 伸吾、小木曽 久人、瀬渡 直樹、

佐藤 治道（常勤職員13名） 

［研 究 内 容］ 

 3D 積層造形技術は自由な形状創成が可能であり、そ

の特徴を生かした輸送機器用の軽量構造部材、流体制御

による高冷却金型・航空宇宙機器部材への活用が期待さ

れている。3D 積層造形技術の高度化とプリ・ポストプ

ロセス技術の開発を行い、電荷やイオンの輸送制御部材、

超耐熱部材、耐摩耗材など新たな機能発現部材の実現を

目的に研究を行った。 

 レーザー積層造形技術（PBF、DED）・インクジェッ

ト積層造形技術（BJ）をコア技術とし、特に世界最高

レベルの150 µm の造形精度を有する細書・異種材

DED 造形技術をこれまで培ってきた。異種ヘテロ構造

による機能部材への展開を目指し、100 µm 以下の造形

ラインパターンの超微細・超精密3D 異種材積層造形技

術を開発する。そのための、レーザー積層プロセス・材

料の基礎的検討、低品質粉末利用技術の開発、造形機構

を試作し、実験による検証を行った。 

 結果として、金属3D 積層造形中の欠陥インプロセス

計測手法の開発のために、パウダーベッド法に組み込む

ことを念頭にして新たにガルバノスキャナーを用いたレ

ーザー超音波法のシステム構築を実践し、加工条件の異

なる造形試料に対して欠陥の発生状況を非破壊で検出す

ることを可能とした。 

 DED 積層造形においては、異形・安価なステンレス

水アトマイズ粉末のプラズマ表面処理による粉末球状化

および低欠陥化に成功するとともに、流動性改善や細書

造形に利用可能となる粉末の微細化にも成功した。 

 PBF 積層造形においては、これまで培ってきた非接
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触欠陥検出技術・材料評価技術、材料開発・表面修飾技

術をコア技術とし、PBF による微細ラティス構造など

の機能構造部材の造形技術開発、量産適用を目指し

CAE 連携3D 通貫設計プロセスの開発、処理時間半減を

目指した BJ 高スループット化技術の開発を行い、金属

3D 積層造形（PBF）における基礎現象解明として、造

形中の融凝固現象の評価を行い、レーザー照射部周辺の

伝熱環境の変化が溶融凝固形態に影響し、造形物の形状

に影響することを明らかにした。さらに3D 積層造形に

よる精密砂型（BJT）の積層造形技術開発では、１液硬

化による世界最高速レベルの装置及の開発を成功させ、

実用化に至っている。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］3D 積層造形、レーザー積層造形、イン

クジェット積層造形、プラズマ援用

DED、2波長レーザーDED、非接触欠

陥検出技術、EBSD 法、機能発現部材、

セラミックス鋳型 

 

［テーマ題目2］マルチマテリアル製造インテリジェン

スに関する研究（M3インテリジェンス） 

［研究代表者］寺崎 正 

（トリリオンセンサ研究グループ） 

［研究担当者］寺崎 正、古賀 淑哲、菊永 和也、 

藤尾 侑輝、坂田 義太朗、 

増井 慶次郎、近藤 伸亮、松本 光崇、

往岸 達也、高本 仁志、原田 祥久、

名越 貴志（常勤職員12名） 

［研 究 内 容］ 

自動車・航空機を中心に、材料の適材適所、複合使用

（マルチマテリアル）構想による次世代機開発が加速し

ている。材料で世界をリードする日本企業から、高速移

動体の新材料の加工、接着・接合、安心使用の為の破壊

機構、標準化が望まれている。そこで、特にニーズの高

い新構造材料群の破壊検査法の確立として、下記に注力

した。 

1. CFRP 破壊起点・破壊プロセスの解明 

2. 接着不良検出法の開発 目標：接着強度0MPa

（キッシングボンド） 領域の検出 

CFRP 破壊起点・高速破壊プロセスの解明（1 ms 精度）

における課題は、センサに使用する応力発光膜であり、

高速で進展する CFRP 構造体の破壊に追随できない欠

点があった。これに対して、応力発光膜の作製概念、組

成・硬化等、根本から検討・開発し、「高速破壊可視化

膜センサ」の特許出願に至った。新開発の応力発光膜セ

ンサを利用し、綾織 CFRP の高速破壊プロセスを初め

て可視化する事に成功した（①バンドル間き裂進展、②

単一バンドルでの応力分配、③バンドル繊維破断、①～

③繰返し）。なお、通常の構造体・構造材料破壊におけ

る明視野撮影時間精度は1 ms～100 s 精度より、今回

の時間精度30 µs 精度は十分カバーできるもの、かつ目

標の30倍を達成した。結果に対して、国内外の多くの

CFRP 構造体の専門家・企業から「可視化された破壊

プロセスは、予想はしていたが、実際に初めて見た」と

の評価が相次ぎ、世界初の知見であることが伺える。更

に CFRP 破壊起点としてのトランスバースクラック検

出成功は、国際航空機疲労委員会（ICAF）で Japan 

National Report に採択され、産総研の技術と明示しつ

つ、各国航空機関連者に周知されるなど、世界展開への

戸を開いたと評価できる。 2. 接着不良検出法の開発

は、様々な接着強度0MPa 領域領域パターンに対して、

いずれも応力発光を介して検出することに成功し、目標

を達成した。また M3ライン型可視化センシングに関し

ては、M3製造ラインに実績のあるサーモグラフィーと

の比較、製造への還元（接着・機械締結比較）を進めて

いる。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］製造網、マルチマテリアル、炭素繊維強

化プラスチック（CFRP）、接着、破壊、

破壊予兆 

 

［テーマ題目3］遡り情報解析による IoT 社会実装の研

究開発強化 

［研究代表者］山下 健一 

（生物化学プロセス研究グループ） 

［研究担当者］山下 健一、石地 友香、襖田 真由美、

松浦 和真（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 IoT は、膨大な生情報を得て、その情報を解析し、ユ

ーザーが望む形で出力することで社会実装へとつながる。

しかしながら、製造業では、バランスよく大量のデータ

を確保することが難しいため、少量や偏り、抜けのある

データ、断片的なヒント情報を活かす技術が重要である。

この課題では、ベイジアンネットワークを中心として、

その他の機械学習（転移学習など）の技法を組み合わせ

ることで、このような性質を持つ業種として農業（ここ

では特に畜産）における人工知能技術の活用に取り組ん

だ。特に、収益性の予測や、予測することによる牛群の

動態の変化の可視化などを通じ、ユーザーが得られるメ

リットを明示することを重要視しながら進めた。畜産分

野への適用において、ベイジアンネットワークの特徴の

うち、最も威力を発揮したのが、「異なる種類のデータ

を組み合わせて推定すること」であった。この特徴を活

かすことで、事前の専門家の判断記録の学習データから、

繁殖履歴や牛の外貌目視情報だけで、エコーやカラード

ップラーなどの高価な機材を持っていなくても、一定の

レベルの推定（精度80 %前後）ができるようになり、

農家普及に向けたブレイクスルーになった。つまり、見

た目の情報だけで、熟練者の知恵と高価な装置の恩恵を

拝借できるようになった。 
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［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］機械学習、人工知能、ベイジアンネット

ワーク 

 

［テーマ題目4］生産システムモデル作成技術に関する

研究 

［研究代表者］増井 慶次郎 

（モデルベース設計製造研究グループ） 

［研究担当者］増井 慶次郎、近藤 伸亮、松本 光崇、

往岸 達也、高本 仁志、寺崎 正、 

古賀 淑哲、藤尾 侑輝、坂田 義太郎、

古川 慈之（常勤職員10名） 

［研 究 内 容］ 

生産システムの効率化のため、生産シミュレーション

導入が加速している。一般化モデルの作成により、生産

計画とメンテナンス計画の融合や、不具合発生時の原因

探索に活用が期待できる。また多品種少量の生産を行っ

ている工場や、多系統のシステムが混在しているシステ

ム（システムオブシムテムズ）の統合管理に適用が期待

できる。 

 本年度は、平成28年度に作成した基本フレームに基

づき、各種モデル間の関係分析技術を開発した。具体的

には、レジリエントな生産実施およびメンテナンスを目

的とした、グラフモデル特徴量等を用いたエンジニアリ

ング知識の抽出手法の開発を目指した。本件の具体事例

としては、半導体や高機能ガラスといった製品上の潜傷

検知について、プロセスファクタをモニタリングするこ

とで間接的に検知することを試行した。また生産ライン

の状況を可視化し、サイバー空間で最適化された結果を

作業指示として情報提供するシステムの開発を目指した。

さらにこれまで工場内について検討してきたモデル化の

対象を工場間の連携まで拡張したサプライチェーンのレ

ジリエンス性評価を検討した。 

これまで製造された製品の品質管理は、作成後の検査

で保証することが多く、また製造プロセス内でのモニタ

リングによる事前検知の場合であっても、特性要因図を

用いた管理方法であったために、独立した事象の管理し

か行えなかった。CMP 装置による SiC ウェハの研磨工

程における潜傷発生に関する知識を、ネットワーク構造

の知識体系として整備することで、複雑な因果関係を表

現できるようになり、新たな装置開発やプロセスパラメ

ータの設定を容易にする可能性を見出した。 

一方、生産計測技術については、AE 信号のスペクト

ル解析により、プロセスパラメータの変更（加工荷重・

研磨冶具等）による加工機器情報の把握を試みた。今後

は、より簡便な計測方法である稼働機械の電力消費計測、

加工品質情報となる潜傷可視化との比較・相関を行う事

で、潜傷発生の無い CMP 装置のプロセスパラメータ

（荷重、パッド温度・種類など）への還元・予想につい

て調査することとした。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］製造網、生産システムモデル、生産計測

技術、CPS、不具合診断、レジリエン

ス評価、CMP、SiC 

 

［テーマ題目5］表面機能化による高付加価値表面の開

発 

［研究代表者］三宅 晃司 

（表面機能デザイン研究グループ） 

［研究担当者］三宅 晃司、大花 継頼、中野 美紀、

日比 裕子、西村 憲治、平澤 誠一、

藤澤 悟、栗田 恒雄、是永 敦、 

間野 大樹、鈴木 健、村上 敬、 

大村 彩子、松田 直樹 

（常勤職員14名） 

［研 究 内 容］ 

 表面は、そこで起こる現象の理解が難しく、バルクの

高機能化と比較すると、これまで評価の対象となること

が少なかった。しかしながら最近では、表面の高機能化

に関する企業からの問い合わせが多く、その要望に応え

得る技術開発が必要となっている。主な用途としては、

「抗菌・防汚」、「摩擦・摩耗特性の改善」、「物質吸着制

御」、「光学特性制御」である。これら機能を実現するた

めには、表面コーティング技術、表面構造制御技術を組

み合わせ、目的に応じた表面創製技術が必要となる。 

そこで上記技術を確立すべく、表面コーティング、表

面構造作成（加工）が一体となって取り組むことのでき

る体制を確立、基礎現象解明に基づく表面機能創製技術

を構築する。本課題では、最終的なアウトプットを、企

業からの問い合わせが多い「表面と生体分子の相互作用

の制御」および「環境や適切なトライボロジー特性に応

じた表面の創製技術（デザイナブルトライボロジー）」

とし、「表面構造制御」、「無機材料コーティング」、「分

子修飾技術」の要素技術に着目し、課題解決を行った。 

「表面構造制御」では、粒解析を活用することにより、

ランダムな凹凸構造を対象とした周期性の抽出に対する

有用性が示された。表面形状と機能（摩擦摩耗特性）と

の相関について検討できる基盤が構築できた。 

「無機材料コーティング」では、膜の密着性評価に着

目し、摺動を伴う用途における硬質薄膜の耐はく離性の

評価にあたっては、従来の手法では不十分であり、実使

用条件に近い往復動型の摩擦試験機を用いる手法が有用

であることを示した。 

「分子修飾技術」では、スラブ光導波路（SOWG）

分光法等分析手法を用いた吸着評価を行い、チトクロム

c の固定化に与える表面分子被膜の影響について評価を

行い、吸着モデルを提案するなど、その有用性を示した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］表面構造、粒解析、密着性、ダイヤモン

ドライクカーボン、スラブ光導波路分光、
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［テーマ題目6］複合化工法による高付加価値製品をも

たらす難加工材・難加工形状の加工に関

する研究 

［研究代表者］松崎 邦男 

（構造・加工信頼性研究グループ） 

［研究担当者］松崎 邦男、原田 祥久、笹本 明、 

中住 昭吾、名越 貴志、三宅 晃司、

栗田 恒雄、廣瀬 伸吾、小木曽 久人、

所 和彦、板垣 宏知（常勤職員11名） 

［研 究 内 容］ 

製造業において国際競争力を維持するためには労働生

産性の向上と高付加価値製品の製造が要求される。こら

れの要求に答えるためには従来の個々の製造技術では対

応が困難なため、複数のプロセスを統合した新たな複合

加工法の開発が必要となる。本研究ではいくつか加工を

複合化し、生産性の向上と製品の高付加価値の付与が期

待でき、従来の方法では困難な材料、構造の加工を達成

する複合加工法を開発する。 

複合加工を用いた難加工材の迅速成形・接合技術の開

発では、電磁成形に加熱機構を組み合わせることで難加

工材である Mg 合金の成形性を大きく改善できた。板材

に対して加熱したダイを用いることで十数秒での加熱と

成形を可能にした。成形性の改善を目的としてコイルの

最適な形状を把握するため、磁場のシミュレーションを

行い、実測値と比較してシミュレーションの有効性を確

認した。また、電磁力と電磁誘導による加熱を用いた金

属と CFRP との接合に関して、電気抵抗の高いほど接

合に有効であることが分かった。電解レーザ複合加工で

は電解加工液を選ぶことで、電解加工速度を2倍に向上

させた。また電圧付与方法に交流パルスを用いることで、

電解加工表面再不動態化を遅延させることに成功し、こ

れにより電解加工1工程当たりの加工量を増加させるこ

とが可能となった。また、既存の加工法では不可能なテ

クスチャを加工するために、加工反力、振動などを軽減、

高エネルギー消費デバイスの使用を抑える新しいコンセ

プトの小型低消費エネルギー型複合加工機を開発した。

電気化学と機械摩擦の相乗効果を利用した湿式複合改質

加工技術の開発を行い、自動車部品の面状態の改質を実

施し、従来の切削と比べて表面粗さの低減と加工影響層

の高速除去を同時に満たすことができた。電解砥粒改質

において製造工程としての高度化や試作ラインでの検証

を行い、複数の企業へ技術移転を図りつつ、個別企業が

目標とする表面の機能性について研究開発を進めた。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］電解加工、レーザ加工、ハイブリッド加

工、電磁成形、接合、医療デバイス、電

解砥粒、表面、機械研磨、電気化学 

 

［テーマ題目7］産総研コンソにおける実証化支援 

［研究代表者］手塚 明、徐 超男（製造技術研究部門） 

［研究担当者］手塚 明、澤田 浩之、増井 慶次郎、 

近藤 伸亮、髙本 仁志、古川 慈之、

鈴木 健、米津 克己、徐 超男、 

古澤 フクミ、津山 美紀、川崎 悦子、

末成 幸二、久保 正義、有本 里美、

岩崎 孝志（常勤職員8名、他8名） 

［研 究 内 容］ 

 SIP プロジェクト等で開発された産総研独自の研究成

果を軸に、成果普及をミッションとする産総研コンソー

シアム（構想設計コンソーシアム及び応力発光技術コン

ソーシアム）において、企業の参画を強く促進するため

に、実用化を見据え、実証を意識した活動を行っている。 

 構想設計コンソーシアムにおいては、月一回の会合、

年一回の一泊二日の合宿を中心に、会員企業の問題意識

とマッチングが良い話題提供者を招聘し、話題提供者も

含めた議論検討及び試用検証を中心に活動を行っている。

今年度は構想設計コンソーシアムの検討を拡大し、研究

開発成果活用のコミュニティ形成のために構想設計革新

イニシアティブを立ち上げ、構想設計コンソーシアム課

員による研究成果活用事例等の紹介を頂いた。また、本

分野に対する理解者や協力者を増やす目的で、書籍「デ

ザインブレインマッピング」を構想設計コンソーシアム

監修で、出版する事が決定した。 

来年度以降、これらの統合的パッケージの中で、研究

成果の先駆的ユーザーとしてのコンソーシアムでの試験

実証（プロトタイピング）の活動をより強化していく。 

応力発酵技術コンソーシアムにおいては、産総研独自

の応力発光技術の研究成果を中心に、産総研コンソーシ

アムを立ち上げており、コンソを実用化に向けた課題を

議論する中心と位置づけ成果普及を行っている。また、

企業との共同研究などを通して社会での実用化を目指し

ている。 

 本年度は、JASIS2017や、計測分析展などの展示会

へ出展し、注目を集めた。また、国際会議（ML-3等）

での広報を行い、先駆的ユーザーの発掘とその拡大、お

よび市場開拓に向けた先導的な取り組みを行った。さら

に、コンソメンバーの協力の元、共同実証試験の結果を

共有することにより、新たな応用展開を促進し、正のス

パイラルを起こしつつある。 

 今後は、システムメーカ、材料メーカ、ユーザー等の

企業連携、および関連大学との緊密に連携の元、新たな

実施成果による展開を予定。また、ML-3国際会議と共

に、国際標準 ISO 化検討のための標準化委員会を開催

した結果、国際標準に向けて6か国以上、20機関以上の

研究者・技術者の参画の元、国際標準化の検討を進める

予定である。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］産総研コンソーシアム、構想設計、デザ
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イン思考、プロトタイピング、システム

工学、応力発光、非破壊検査、応力分布

可視化 

 

［テーマ題目8］風車点検・モニタリング技術に関する

連携（融合）研究 

［研究代表者］徐 超男（製造技術研究部門） 

［研究担当者］徐 超男、小垣 哲也、阿部 裕幸、 

森川 泰、川崎 悦子、久保 正義 

（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、風車検査のための応力発光法とシステムを

検討・提案するために、応力発光現象を観測、解析・評

価を行うことにより、破損予兆を早期に把握可能な、高

所での安全な非破壊検査技術の確立を目指している。 

本年度は、微損傷風車モデルや小型風車モデルの設

計・試作技術、および風洞実験技術を融合し、高輝度・

高感度・高速度の応力発光塗膜を開発することにより、

微小内部損傷に対応した応力発光パターンを瞬時に捉え

ることに成功した。 

また、回転体内部の微損傷を、その場で可視化するこ

とに初めて成功した。 

 今後は、風環境による風車ブレードの破損部位を応力

発光現象による定量的に検出・モニタリングし、破壊予

兆を把握することを目指していく予定である 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］風車、応力発光、モニタリング 

 

［テーマ題目9］表面機能化プロセスに関する連携（融

合）研究 

［研究代表者］三宅 晃司（表面機能デザイン研究グル

ープ） 

［研究担当者］三宅 晃司、大花 継頼、中野 美紀、

栗田 恒雄、高田 尚樹、栗原 一真、

穂苅 遼平（常勤職員7名） 

［研 究 内 容］ 

表面の高機能化に関する企業からの問い合わせが多く、

その要望に応え得る技術開発が必要となっている。しか

しながら、これまでは個別の目的（機能）に対して、経

験をもとに最適化されてきた。今後も表面機能について

の要望が続くことを考えると、表面機能化に関する当領

域の技術的優位性を明確にするとともに、表面機能化に

ついて共通的に対応できる体制を築くことが重要となる。

そのためには、表面修飾技術、微細構造作製技術、そし

てシミュレーションと評価技術、の3者が一体となり取

り組み、現象解明に基づく設計指針を構築、目的に応じ

た機能を発揮する表面創製技術を確立することが必要で

ある。 

産総研が有する表面機能化にかかわる加工技術、表面

処理技術、評価技術についてマップを作製し、保有する

各技術の得手不得手を明確にした。上記取り組みを通し

て、表面機能化について大くくり化することにより、企

業への宣伝も効果的に行うことができると同時に、技術

相談についても窓口を一本化して対応し、情報収集の効

率化も可能となると期待できる。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］表面微細構造形成、表面修飾、表面コー

ティング、シミュレーション、その場観

察、表面機能化 

 

［テーマ題目10］つながる工場モデルラボ推進に向けた

連携（融合）研究 

［研究代表者］澤田 浩之（機械加工情報研究グループ） 

［研究担当者］澤田 浩之、増井 慶次郎、近藤 伸亮、 

山野辺 夏樹（知能システム研究部門） 

（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

産総研では、臨海副都心センターにおいて、加工機

械・組立ロボットが連携する「つながる工場モデルラボ」

の構築を進めている。ここでは、異なるメーカの異なる

制御系を備えた機器の間で設計情報や加工情報を共有し、

機器単体のみならず、生産ラインを構成する全体システ

ムの解析や評価を行うことのできる環境の実現を目指し

ている。そのためには、それらのデータや情報を一元的

に管理する連携技術が必要である。そこで、機器の動作

状況モニタリングを対象に、機器から取得した異なるデ

ータを統合的に可視化する手法について検討し、それを

統合モニタリングシステムとして試作した。 

試作システムの実装には、産総研が開発した IT シス

テム構築ツールである MZ Platform を用いた。MZ 

Platform は、エンドユーザ開発を実現するソフトウェ

ア開発実行環境であり、操作性、柔軟性と拡張性に特長

がある。そして、つながる工場モデルラボには、MZ 

Platform をベースとした IoT システム構築用パッケー

ジ、スマート製造ツールキット（MZ Platform EX）を

導入することが予定されている。 

作成した試作システムは、異なるデータを統合的に可

視化することにより、それらの関連性を分析することを

目的とする。このシステムには以下の二つの機能を実装

し、それぞれについて検証実験を実施した。 

①形式の異なるデータの受け入れ 

データ本体とデータ形式情報を照合することにより、

機器ごとの形式の差異を吸収してデータの取得を行う。

様々な機器に対応できるようにするためには、データ

形式情報の記述方法を定め、テンプレートとなるもの

を用意することが有効である。その際、実際に用いら

れる機器は相当に個別性が高いため、工作機械やロボ

ットといった技術分野に基づいて分類を行うよりも、

スカラー、ベクトル、単位といった物理学視点での分

類が汎用的かつ有効との結論に至った。 
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②複数種類データの可視化と関連付け（同期） 

取得データをグラフや動画として可視化し、関連付け

る。今回は、時間同期による関連付けを試みた。その

結果、動画と計測データを同期させて提示することは

動作状態を直観的に把握するためで有効であることが

分かった。一方、同期機能を備えていない計測システ

ムから取得したデータ（動画）を、可視化時にどのよ

うに関連付けるかが課題として挙げられた。 

 今後、つながる工場モデルラボでの実装へ向けて、デ

ータベースとの連携機能や、規模の異なる生産システム

にも対応できるような柔軟性と拡張性を確保するための

機能の開発等を進める。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］スマート製造、統合モデル、機器連携、

動作状況モニタリング 

 

［テーマ題目11］簡易迅速分析によるめっき工程の高度

化技術 

［研究代表者］所 和彦 

（積層加工システム研究グループ） 

［研究担当者］所 和彦、廣瀬 伸吾（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

めっき技術は金属材料から、比較的簡易に金属被膜を

作成することが出来る表面処理技術であり、金属のみな

らず樹脂・セラミックスなどの基板に対して耐食性・耐

摩耗性・導電性・装飾などを付与でき、金属材料に限定

してもニッケル、鉄、コバルト、亜鉛、金、銀と多岐に

わたっている。 

しかし、実際のめっき作業工程においては、所望の被

膜特性にあわせて、被めっき物・めっき浴・めっき装置

が個別に選定されており、なかでも被膜特性に直接影響

するめっき浴に関しては、主成分以外の薬剤・微量添加

剤については、ブラックボックス化されているのが現状

である。 

本来重要であるはずのめっきプロセスの管理について

は、温度、pH など特定のパラメーターのみであったり、

めっき浴の成分管理に至っては手作業による間欠式のサ

ンプリングであるなど、手間がかかる上に必要なデータ

が十分に得られていないなどの問題があった。さらに、

得られたデータ・プロセスとめっき結果の相関が検討さ

れることはまれで、めっきのプロセス管理は現在でも作

業者の経験に依存せざるを得ない状況である。そのため、

不良品の発生の原因解明が遅れたり、本来不必要なめっ

き浴成分の補給・交換が行われ、コストの上昇につなが

っている。 

本研究では、めっき条件のパラメーター（電流・

pH・温度・成分濃度など）をインプロセスかつできる

だけ簡易な方法で取得することにより、異常の早期検出

やめっき不良解決手段への手がかり、さらには、めっき

プロセス改良のための基礎データを取得するシステムを

構築することを目標とする。 

本年度は、電解めっきにおける操作条件である電流・

電位に対して、基本的なパラメータである pH・温度・

溶存酸素濃度の測定に加えて、めっき浴のフローIR・

ATR 測定をインプロセスで行いその変化を観察した。

その結果、めっき浴種の違い（電解めっき浴・無電解め

っき浴）、めっき浴添加剤の有無により、赤外領域での

吸収スペクトルの変化が観察された。特に電解ニッケル

めっきにおいては、めっきプロセスの進行に伴う IR 吸

収スペクトルの経時変化の測定により、めっき浴成分の

劣化・副生成物の発生が観察された。 

 これらの結果を応用することにより、めっき浴更新・

成分補給の適正化が図れ、結果としてめっきプロセス効

率化が可能となる。さらに、得られた結果と既存のめっ

きデータとの比較により、めっき不良の原因の解明とプ

ロセスのモニタリングによる不良品の低減・製品に対す

る信頼性の向上により、めっきプロセスの高度化が図れ

る。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］めっき、めっきプロセス管理、IR-ATR 

インプロセスモニタリング 

 

［テーマ題目12］プラズマ回転ディスク法による3D 積

層造形用金属粉末生成技術 

［研究代表者］板垣 宏知 

（積層造形システム研究グループ） 

［研究担当者］板垣 宏知、廣瀬 伸吾、小木曽 久人 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 3D 積層造形技術において、原料となる金属粉末には

高い粉末供給性能（高流動性）や純度、均一な粒径分布、

粉末の微細化が求められる。ディスクアトマイズ法は溶

融金属を高速回転するディスク上に落下させ真球度が高

くシャープな粒径分布の微細粉が得られる一方で、溶融

金属の分裂形態がその粘性により制限されるため、粒径

の微細化が困難である（～100 m）。本研究は、アーク

プラズマジェットにより溶融金属粉末をディスク上に吹

き付ける方法を用いることで分裂形態による制限を克服

し、より微細な金属粉末の生成が可能な技術の実現を目

的に実施した。本年度は、プラズマ電極の開発・試作を

行い、プラズマ生成試験を実施、開発した電極および電

源装置でアルゴンプラズマの電極間での生成を確認した。

また、本手法を用いた低品位微細粉末の高品位化可能性

について、既存のプラズマ溶射装置を用いた鉄系異形粉

末の球状化試験の実施により検討した。その結果、水ア

トマイズ SUS316L 粉末の球状化に成功し、プラズマ処

理粉末の流動性が改善されたことに加えて、粉末内部の

欠陥（ポロシティ）が低減可能であることを明らかとし

た。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 
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［キーワード］積層造形、粉末球状化、プラズマジェッ

ト 

 

［テーマ題目13］複合窒化物ナノロッドの創生 

［研究代表者］上原 雅人 

（センシング材料研究グループ） 

［研究担当者］上原 雅人（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 窒化物圧電材料は誘電率が低く、Q 値が高いことか

ら、センサやスマートフォン用高周波フィルタに利用さ

れ、今後もニーズ拡大が予想されている。最近、GaN

についてナノワイヤ化することで圧電定数が4倍に増加

すると報告された。産総研シーズである Sc-AlN 高圧電

性複合窒化物に適用できれば、エナジーハーベスタの可

能性も大きくなる。一方、ナノロッド製造は CVD 法が

一般的であるが、Sc 等遷移金属を多量に含む、高圧電

性複合窒化物を製造するのは容易ではない。本研究では、

Sc-AlN をナノロッド化し、更なる特性向上を目指す。

ピラー加工したシリコン基板に対して PVD 法であるス

パッタリング製膜することで、ピラー上で AlN を優先

的に成長させて製造を試みる。また、内部構造を詳細に

評価して、これまでの薄膜で特性低下の原因である異相

析出に関する表面・粒界の影響を調査し、析出抑制技術

に資する知見を得る。本年度は基板となるナノピラー群

の作製方法の確立と AlN ナノロッド作製のための最適

構造の検討を行った。マスク露光や電子ビームによるフ

ォトリソグラフィ法を用いて、ナノピラー群の作製条件

を探索した結果、それぞれ直径1 、500 nm、100 nm

のナノピラー群を作製することができた。反応性スパッ

タリング法で AlN の析出実験を行った結果、ナノピラ

ー上でも AlN は c 軸配向すること、ピラーサイズに関

係なく、AlN 柱状組織の直径は100 nm 程度であること

が分かった。ピラー間隔が大きいとピラー側面への析出

が多くなる傾向にあった。来年度は間隔を狭めたピラー

群を作製し、AlN および Sc-AlN ナノロッドの作製し、

その特性や構造評価を行う。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］圧電体、窒化物、ナノロッド、スパッタ

リング 

 

［テーマ題目14］熱刺激応答性ゲルを用いたペーパーマ

イクロ分析技術のためのバルブ機構の開

発 

［研究代表者］岩崎 渉 

（生物化学プロセス研究グループ） 

［研究担当者］岩崎 渉（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 近年分析化学の分野では紙（多孔質膜）を基材とした

分析手法がペーパーマイクロ分析チップ（μPAD）とし

が注目をあびている。μPAD は紙の毛細管力を利用して

ポンプレスで試薬類を流すことが可能であり、安価で簡

単に分析を行うことできる。一方で、その利点がゆえに

流体の制御技術はほとんど開発されておらず、マイクロ

流体デバイスで行われている様な反応部や検出部に複数

の試薬を順番に送液して行う分析を μPAD で行うこと

は難しい。そこで本研究では μPAD に適用可能な流体

制御技術として温度応答性樹脂を用いたバルブ機構を開

発した。バルブの基材にはポリフッ化ビニリデン

（PVDF）多孔質膜を、温度応答性樹脂にはポリ（N-イ

ソプロピルアクリルアミド）（PNIPAAm）を用いた。

PNIPAAm は32度以下で親水性、32度以上で疎水性を

示す樹脂である。この性質を利用し、PVDF 膜内で

PNIPAAm を膨潤や脱水収縮させることで PVDF 膜の

孔を閉じたり開いたりさせることができる。PNIPAAm

はレドックス重合によって PVDF 膜表面に重合させて

塗布した（PVDF-PNIPAAm 膜）。作製した PVDF-

PNIPAAm 膜は走査型電子顕微鏡（SEM）や X 線光電

子分光（XPS）による分析で、PNIPAAm が PVDF に

塗布されていることを確認した。また、タンパク質に対

するバルブ機能試験を行い、32度以上と32度以下でタ

ンパク質の透過を制御することに成功し、PVDF-

PNIPAAm 膜を μPAD 内の流体制御に適用できる可能

性が示された。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］ペーパーマイクロ分析チップ、温度応答

性樹脂、流体制御 

 

［テーマ題目15］VIV を利用した生体向けエナジーハー

ベスタの開発 

［研究代表者］森田 伸友 

（生物化学プロセス研究グループ） 

［研究担当者］森田 伸友、山下 健一、岩崎 渉、 

田原 竜夫、上原 雅人（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 人や動物の生体情報を検出するためのウェアラブルセ

ンサ、体内埋め込み型センサに向けた振動発電デバイス

が注目を集めているが、人や動物の歩行等の動きから得

られる生体由来の振動は振動周波数が低くかつ不規則な

振動であるために、発電効率が低く十分な電力を得るこ

とが難しいという課題がある。本研究では、振動そのも

のではなく、周辺環境の風や生体の動きによって周辺に

生じる対向流といった周辺流体の流れに着目し、カルマ

ン渦等によって発生する振動として知られる VIV 

（vortex induced vibration）によって高周波数の振動

を発生させることで発電を行う VIV 型エナジーハーベ

スタの開発を行った。ポリイミドフィルム上に、圧電材

料である窒化アルミニウム及び電極材料をスパッタによ

り成膜した圧電フィルムを幅2 mm、長さ9 mm となる

よう切断し、圧電カンチレバーを試作した。ポリイミド、

電極材料（アルミニウム）、窒化アルミニウムの厚みは
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それぞれ、25 µm、200 nm、2 µm とした。試作したカ

ンチレバーにドライエアーを流速0～25 m/s にて吹付け

発電試験を行った。流速5 m/s（レイノルズ数：680）

を超えたところで VIV の発生が確認され、その際の発

電量は0.45 nW であった。その後の流速に比例して発

電量は上昇し、流速25 m/s において4.0 nW の発電量が

得られ、VIV 型エナジーハーベスタによって発電が可

能であることを示した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］環境発電、ウェアラブルセンサ、圧電デ

バイス 

    

［テーマ題目16］マグネトロンスパッタのエロージョン

領域拡張に資する永久磁石の創生 

［研究代表者］本村 大成 

       （センサシステム技術研究グループ） 

［研究担当者］本村 大成、田原 竜夫（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 プラズマスパッタリング法は金属膜の作成工程で多用

される手法である。マグネトロンスパッタリング法は、

プラズマを閉じ込める磁場配位であるマグネトロン磁場

配位を用いており、スパッタリング速度が速いという特

徴を持つ。マグネトロン磁場配位を用いると、金属ター

ゲット外周部にエロージョン領域が局在し、エロージョ

ン領域がドーナツ状になる、そのため、ターゲットの中

心付近はスパッタリングが生じないことになり、金属タ

ーゲットの使用効率が悪いことが指摘されている。しか

しこれまでターゲット使用効率を改善させる簡単かつ有

効な手段は提案されておらず、長年の懸案事項となって

いた。そのような中、スパッタリングターゲットの使用

効率を向上させる磁場配位及び、プラズマ閉じ込め効果

を促進させるアイデアを磁場計算によって見出したので、

本取り組みで試作機を製作した。その結果、実験よりタ

ーゲット使用効率が改善する可能性が示され、試作した

DC スパッタリングカソードを用いると、0.15 Pa（Ar）

で放電が持続できることを確認した。前年度に引き続き、

特にターゲットの中心近傍の未放電領域を狭めることを

目標に、ターゲットの使用効率の向上が期待される磁場

配位を提案し、本予算により試作装置を製作した。その

結果、本装置を用いると、原理上スパッタリングが生じ

ないとされていたターゲット中心領域においても、スパ

ッタリングが可能になることを明らかにした。すなわち、

従来まで常識とされていたマグネトロンスパッタリング

のドーナツ状放電構造の改善に成功した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］スパッタリング、ターゲット使用効率 

 

［テーマ題目17］高温摺動用ボロシリサイド合金の開発 

［研究代表者］村上 敬（トライボロジー研究グループ） 

［研究担当者］村上 敬、是永 敦、大花 継頼 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

MoSi2や Mo5SiB2、NbSi2などの超高融点金属シリサ

イド、ボロシリサイドは高温強度、耐酸化性に優れるこ

とから、将来の超高温用構造材料として国内外で広く研

究されている。特に最近では、Mo5SiB2にやや近い組成

で摩擦攪拌溶接用ツール用 Mo-Mo5SiB2系合金が国内の

他研究機関で開発・特許出願されている。他にも超高融

点シリサイド、ボロシリサイドは超高温用金型や軸受、

シール材としての応用も考えられるが、これらの材料の

高温摩擦・摩耗特性はほとんど調べられていない。この

ため本研究では数種類の組成を持つ Mo-Si-B 系合金の

高温摩擦・摩耗特性評価や摩耗痕の XPS、SEM-EDS

等の表面分析、高温硬度測定等を行い、1000 ℃まで低

摩耗でかつ高摩擦（摩擦撹拌溶接用ツール）、あるいは

低摩擦（超高温用金型など）の材料を開発することを試

みた。本研究の結果、大気中軸受用 Si3N4ボール相手に

摩擦試験を行った場合、MoB が800 ℃で摺動面に BN

や MoO3等の低摩擦被膜を形成し0.15程度の低摩擦を示

すことを明らかにした。さらに以前研究代表者らが水中

で低摩擦・低摩耗であることを明らかにしている AlB12、

SiB6についても高温摩擦・摩耗試験を実施してみた。

その結果、AlB12、SiB6も1000 ℃で摺動面に B2O3等の

低摩擦被膜を形成し、0.07～0.08程度の低摩擦を示すこ

とを明らかにした 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］トライボロジー、固体潤滑、高温酸化、

金属間化合物、ホウ化物 

 

［テーマ題目18］表面修飾技術を利用した色素分子を海

面に濃縮する手法の開発 

［研究代表者］中野 美紀 

（表面機能デザイン研究グループ） 

［研究担当者］中野 美紀、松田 直樹、三宅 晃司 

（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

微生物等の臨床検査で用いられる生化学反応では、微

生物等に由来する酵素反応で培養液中に生じる色素分子

の吸収スペクトルを測定することで微生物の同定を行っ

ている。色素分子をバルクの培養液から表面に濃縮する

ことができれば、培養時間を短縮することができ、迅速

で、高感度な微生物等の検査技術の開発への適用が期待

で き る 。 本 研 究 課 題 に お い て は 、 DNA 

（deoxyribonucleic acid） 修飾膜、および、自己組織

化膜（SAM）などの表面修飾膜を用いて、色素を表面

により高濃度で吸着する手法を検討した。また、色素の

吸着特性の評価には、スラブ光導波路分光法（SOWG）

を用いた。SOWG は、表面・界面のその場測定ができ、

エバネッセント波と界面に存在する分子の相互作用の解

析が可能であるため、界面における吸着の評価に有効で
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ある。 

表面修飾膜については、H-DNA（hydrophobic DNA）

をスピンコーターにより薄膜化したものを利用した。色

素には、BTB（ブロモチモールブルー）を用いた。H-

DNA 膜を用いた場合には、修飾膜を使用しない場合よ

りも BTB に由来する吸収スペクトルが強くなることが

確認できた。また、洗浄により、色素の固定化を検証し

た。その結果、修飾膜を使わない表面では10回程度の

洗浄で、色素が脱離したのに対し、H-DNA 膜上の色素

の場合には、100回の洗浄後も、洗浄前の95 %の色素が

表面に残っていることが確認できた。さらに、H-DNA

修飾膜を用いることにより、官能性色素の機能を保った

まま、色素の固定ができることが確認できた。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］色素、吸着、DNA、自己組織化膜、ス

ラブ光導波路分光法 

 

⑤【スピントロニクス研究センター】 
（Spintronics Research Center） 

（存続期間：2010.4.1～） 

 

研究センター長：湯浅 新治 

副研究センター長：福島 章雄 

 

所在地：つくば中央第2 

人 員：20名（20名） 

経 費：527,227千円（221,582千円） 

 

概 要： 

 電子の電荷のみを用いた従来の半導体エレクトロニ

クス対して、電子の持つ“スピン”の自由度も活用し

た新しいエレクトロニクス技術が「スピントロニクス」

です。IT 社会の発展に伴って急増する電子機器の消

費電力を抑制するために、電子機器が仕事をしていな

い“入力待ち”時間の消費電力（待機電力）を大幅に

削減する必要があり、そのためには電源を切っても記

憶が保持される「不揮発性メモリ」の開発が不可欠と

なります。 

 当研究センターでは、この不揮発性を最大限に引き

出すため、固体中のスピン制御技術を極める学術的基

礎研究からデバイス応用研究まで、スピントロニクス

の技術開発を企業や大学と連携し推進します。 

 当研究センターでは以下の3つのミッションを掲げ

電子スピンを活用したスピントロニクス技術とナノテ

クノロジーを融合した「ナノスピントロニクス技術」

により、大容量・高速かつ高信頼性を有する不揮発性

メモリの開発を行い、この技術を中核にして、待機電

力ゼロの究極グリーン IT である「ノーマリー・オ

フ・コンピュータ」の実現を目指します。また、半導

体中でのスピン注入、スピン操作、スピン検出の「半

導体スピントロニクス技術」を開発し、「スピン・ト

ランジスタ」を開発します。さらに、半導体中のスピ

ンと光の相互作用に基づく「光スピントロニクス技術」

を活用し、光通信ネットワークの高度化のための新デ

バイス「スピン光メモリ」の研究開発を行います。 

・ミッション1 グリーン・イノベーションの実現 

ナノスピントロニクス技術を中核にして、大容量・

高速・高信頼性の不揮発性メモリ STT-RAM およ

び電圧トルク MRAM の基盤技術を開発し、コンピ

ュータの主要メモリを不揮発化することによるグリ

ーン・イノべーションの実現を目指す。 

・ミッション2 半導体スケーリング限界の突破 

スピン RAM によるメモリの不揮発化だけでなく、

ナノサイズでも安定に動作するメモリセルを開発す

ることにより、半導体メモリのスケーリング限界を

打破することも目標とする。 

・ミッション3 革新的電子デバイスの開発 

光メモリ、スピン･トランジスタ、高周波デバイス

など、将来的に IT に革新をもたらすポテンシャル

を有する新デバイスの創出を目指す。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金： 

戦略予算「極限微細構造による未踏ハードウエア創出」 

 

外部資金： 

総務省「次世代人工知能技術の研究開発（課題Ⅱ）」 

 

独立行政法人科学技術振興機構（S-イノベ）「3次元磁

気記録新ストレージアーキテクチャのための技術開発」 

 

独立行政法人科学技術振興機構（ImPACT）「無充電で

長期間使用できる究極のエコ IT 機器の実現」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費・一部基金

（若手研究（B））「非線形解析に基づくマイクロ波アシ

スト磁化反転の理論構築」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費・一部基金

（若手研究（B））「コーン磁化薄膜を利用した高速・低

消費電力 MRAM 素子の理論研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費・一部基金

（若手研究（B））「スピン波共鳴を利用した磁化反転ダ

イナミクスの理論的研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（新学

術領域研究）「電気的スピン変換」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費・一部基金

（基盤研究（B））「低エネルギー高速磁化反転技術のた
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めの反強磁性構造の創製」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費・一部基金

（基盤研究（B））「高強度テラヘルツパルスによる極限

スピン制御」 

 

発 表：誌上発表41件、口頭発表83件、その他6件 

--------------------------------------------------------------------------- 

金属スピントロニクスチーム  

（Metal Spintronics team） 

研究チーム長：薬師寺 啓 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 MgO-MTJ 素子の巨大 TMR 効果とスピントルク磁

化反転を用いた大容量不揮発メモリ「スピン RAM」

の研究開発を行っています。特に、垂直磁化電極を用

いた nm サイズ MTJ 素子の開発を行い、書き込み時

の低消費電力化と電源を切っても情報が保持される不

揮発性の両立を目指しています。また、同じ基盤技術

を活用した新デバイスの研究開発、具体的には、ナノ

サイズのマイクロ波・ミリ波発振器および検波器、物

理乱数発生器、不揮発性スイッチング素子の開発も行

っています。さらに、薄膜成長技術を応用した新規ス

ピントロニクス素子の開発も進めています。  

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目3 

 

半導体スピントロニクスチーム 

（Semiconductor Spintronics team） 

研究チーム長：齋藤 秀和 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 半導体スピントロニクスと呼ばれる新技術を用いた

新奇伝導及び光素子の研究開発を行っています。具体

的には、不揮発的に情報を記憶できる（電源を切って

も情報を保持する）スピントランジスタの実現を目指

した半導体へのスピン注入・制御・検出、およびシリ

コン導波路一体型強磁性薄膜光アイソレータや円偏光

発振するスピンレーザなどの光デバイスの研究開発を

行います。スピントランジスタの実現により、従来技

術では困難であったコンピュータの消費電力の劇的な

削減に繋げ、将来的には待機電力がほぼ零である「ノ

ーマリー・オフ・コンピュータ」に繋がることが期待

されます。また、新型光アイソレータはシリコンフォ

トニクス技術を用いた情報通信に大きく貢献し、スピ

ンレーザはレーザ発振の省電力化や光通信のブロード

バンド化と共に、スピン情報の増幅装置としての役割

が期待されています。 

研究テーマ：テーマ題目2 

  

理論チーム 

（Theory Team） 

研究チーム長：今村 裕志 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 ナノ構造における磁性・スピンダイナミクスを記述

する新規理論の構築、および理論的なアプローチを用

いた新規ナノスピントロニクス素子開発の先導を目指

して研究を行っています。具体的には、ナノ構造にお

けるスピンダイナミクスを利用した超高密度磁気記録

の読み出し・書き込み技術の開発、スピントルクを利

用したナノサイズのマイクロ波発振器の開発、および

電圧を用いたスピン制御に関する基礎理論の構築・理

論解析を行っています。 

研究テーマ：テーマ題目1 

 

電圧スピントロニクスチーム 

（Voltage-driven Spintronics Team） 

研究チーム長：野崎 隆行 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 電流をほとんど用いずに、電界（電圧）によって高

速にナノ磁性体のスピン操作を行う基盤技術の研究を

行っています。電流制御型に比べて情報書き込みの消

費電力が1桁から2桁小さい次世代磁気メモリの実現

を目標に、基本材料・素子構造の探索、および高速ス

ピンダイナミクス制御技術の開発に取り組んでいます。 

研究テーマ：テーマ題目1 

 

TEL-産総研先端材料・プロセス開発連携研究室 

（ TEL-AIST Cooperative Research Laboratory for 

Advanced Materials and Processes） 

連携研究室長：前原 大樹 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 半導体デバイスの超高集積化と低消費電力化を実現

するために、次世代不揮発性メモリを中心に新材料・

新プロセス技術を開発し、その量産技術を実現するこ

とを目指します。 

研究テーマ：テーマ題目1 

--------------------------------------------------------------------------- 

［テーマ題目1］高速スピンダイナミクス制御技術の研

究開発 

［研究代表者］久保田 均 

［研究担当者］福島 章雄、薬師寺 啓、野崎 隆行、

甲野藤 真、常木 澄人、谷口 知大、

松本 利映、荒井 礼子、今村 裕志 

（常勤職員10名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、MgO トンネルバリアを有する強磁性ト

ンネル接合をベースとする、マイクロ波発振器および検
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波器の開発に取り組んでいる。原理は、強磁性トンネル

接合中を流れるスピンカレントがつくるスピントルクと

スピンの配置に依存してトンネル確率が変化する強磁性

トンネル効果に基づく。これらのデバイスは、サイズが

非常に小さく、自励発振であるため共振器不要で回路中

に組み込みやすいなどの特徴を持ち、半導体素子にない

特徴を有している。29年度は、ダイオード感度の向上、

並びに、ニューロモルフィックハードウェアへの適用を

検討した。また、発振の緩和時間、2つの STO の位相

同期について理論的に調べた。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］スピントルク発振素子 

 

［テーマ題目2］革新的スピン伝導素子に関する研究 

［研究代表者］齋藤 秀和 

［研究担当者］Aurelie Spiesser（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、電子のスピン自由度を半導体素子中で積

極的に利用することにより、従来型素子には実現不可能

であり、将来の高度情報社会に貢献し得る新機能素子の

開発を目指す。昨年度、Si をチャネル層としたスピン

偏極金属－酸化物－半導体電界効果型トランジスタ

（MOSFET）の基盤技術となる、強磁性トンネル接合

ソース／ドレインを用いた Si チャネル中へのスピン偏

極電子の電気的注入および検出（スピン輸送）に低温で

成功した。本年度は、室温での高効率スピン輸送を目指

し、Fe/MgO から成る強磁性トンネル接合の更なる高品

位化および接合面積・距離等のデバイスパラメータの最

適化を行った。その結果、室温で明確な電気的スピン輸

送を実現すると共に、スピン MOSFET の代表的な性能

指数である注入電子のスピン偏極率において世界最高値

（～50 %）を達成した。この成果はスピン MOSFET

に繋がることが期待される。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］スピントランジスタ、シリコン 

 

⑥【フレキシブルエレクトロニクス研究センター】 
（Flexible Electronics Research Center） 

（存続期間：2011.4.1～2019.3.31） 

 

研究センター長：鎌田 俊英 

副研究センター長：牛島 洋史 

総 括 研 究 主 幹：白川 直樹、長谷川 達生 

 

所在地：つくば中央第5 

人 員：23名（23名） 

経 費：331,988千円（191,912千円） 

 

概 要： 

1．ミッション 

 社会の隅々にまで行きわたる情報通信技術の普及

には、人々が直接情報の入手・発信に触れるための

ツールとなる情報端末機器の利便性の向上と高度普

及化が重要な課題となっている。本研究センターで

は、こうした課題を解決し、これにかかる新産業創

出、国際競争力強化に貢献していくために、ディス

プレイやセンサーなどの情報通信端末機器用のデバ

イス技術としての使用利便性の向上および省エネル

ギー化の促進を目指して、軽い、薄い、落としても

壊れない、形状自由度が高いという特徴を備えたフ

レキシブルデバイス技術の開発を推進する。これに

より、より利便性の高い革新的情報端末機器を社会

に普及させ、新市場創出による経済効果の拡大を図

る。また、これら情報端末デバイスの低消費電力化

技術の開発とともに、フレキシブルデバイスを省エ

ネルギー・省資源・高生産性で製造する技術となる

印刷法を駆使したデバイス製造技術の開発に取り組

み、大量普及する情報端末用デバイスの低消費電力

化、製造エネルギーの削減を推進して、グリーン・

イノベーションに貢献する。さらに、これらの技術

に係る材料基盤・計測標準化技術の開発に取り組み、

産業基盤支援と国際競争力強化に貢献することを目

指す。 

2．研究開発の課題 

 ミッション遂行のために、下記の研究開発課題を

設定して、技術開発を推進する。 

① フレキシブルデバイス技術の開発研究 

 超薄型、軽量、形状自由度、大面積、耐衝撃性

に優れた情報入出力インターフェースデバイスの

創出を目指し、柔軟性を有するフィルム基板上に

回路・デバイスを設置したフレキシブルデバイス

技術の開発を行う。特に、ディスプレイなどの表

示・出力デバイス、圧力、光、熱応答の入力デバ

イス、無線アンテナ、配線等、回路デバイスなど

をフレキシブルデバイス化する技術を中心に技術

開発を推進する。 

② プリンタブルデバイス製造技術の開発研究 

 フレキシブルデバイスの省エネルギー・省資

源・高生産性製造プロセス技術として、脱真空プ

ロセス、脱高温プロセス、脱フォトリソグラフィ

ープロセスによりデバイスの製造エネルギーを著

しく軽減させ、高速高生産性デバイス製造を可能

にする溶液プロセスに立脚した印刷デバイス製造

技術の開発を推進する。特に、高精度高精細印刷

デバイス製造技術、低温印刷デバイス製造技術、

高機能化印刷デバイス製造プロセス、大面積高均

質デバイス製造技術などを中心に、技術開発を推

進する。 

③ フレキシブルデバイス用材料基盤・評価技術の開

発研究 
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 フレキシブルデバイス用材料の開発ならびにそ

れらの基礎物性、寿命、効率、素子性能等にかか

る評価、計測に関する技術の開発を推進する。特

に、有機半導体材料などのデバイス用有機機能性

材料の開発 

3．研究開発の推進体制 

 研究開発の推進に当たっては、本研究センター内

に下記5つの研究チームを設置し、それぞれ設定研

究課題に対応した研究開発課題を推進する。 

（ア）フレキシブル材料基盤チーム 

（イ）印刷プロセスチーム 

（ウ）ハイブリッドプロセスチーム 

（エ）フレキシブルデバイスチーム 

（オ）ハイブリッド IoT デバイスチーム 

  特に、本研究センターの研究開発技術は、産業界

の技術開発と密接に関係していることから、関連す

る多業種の企業群からなる技術研究組合を構成し、

その中で企業と一体的な技術開発をすることで、技

術の円滑な産業普及と推進を図っていく。現在、次

世代プリンテッドエレクトロニクス技術研究組合

（JAPERA）、および未利用熱エネルギー 革新的

活用技術研究組合（TherMAT）の二つの技術研究

組合に参加し、それぞれ印刷技術に基づくフレキシ

ブルデバイスの製造技術、フレキシブル熱電変換材

料デバイス技術の開発を行っている。さらに、産業

界との情報交換の場としての産総研コンソーシアム

「次世代プリンテッドエレクトロニクスコンソーシ

アム」を設置し、当該関連分野の最新の産業動向を

反映させた技術開発の推進を図っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金： 

戦略予算 

「スマートテキスタイル基盤技術の研究開発（北陸プロ

ジェクト）」 

 

外部資金： 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

（NEDO） 

「エネルギー・環境新技術先導プログラム／生物機能に

よって大幅な省エネルギー又は創エネルギーを実現する

新規デバイス創出のための革新的基盤技術開発／生物機

能としての生体情報の AI 活用による生活環境制御」 

 

独立行政法人日本学術振興会（JSPS） 

「圧電機能開拓のための強誘電性分子固体の研究」 

「超高齢化社会の医療人材不足を克服する次世代医療用

ウエアラブルセンサーの新規開発」 

「多結晶薄膜デバイスのための高空間分解能キャリアイ

メージング技術開発」 

「オットー光学配置を利用したペーパープラズモニック

センサの構築」 

「ヘテロジニアスモデリングによるアダプティブ溶液プ

ロセスシミュレーション手法の開発」 

「シリコーンゴムの動的歪み制御による微細積層印刷エ

レクトロニクスの創出」 

「高感度 MEMS 可動部の完全アディティブ形成技術の

開発とセンサ応用」 

「切り紙構造を利用したフレキシブルディスプレイ」 

「印刷技術を用いた両親媒性分子による独立二分子膜の

構築と選択的イオン透過膜の創成」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構（JST） 

「新しい高性能ポリマー半導体材料と印刷プロセスによ

る AM-TFT を基盤とするフレキシブルディスプレイの

開発」 

「ミラー、透明、黒の状態可変技術による革新的省エネ

調光窓の開発」 

 

佐賀県産業労働部ものづくり産業課長 

「次世代型高品質スクリーン印刷技術と新規スクリーン

マスクの開発」 

 

文部科学省 

「卓越研究員事業」 

 

経済産業省 

平成29年度戦略的基盤技術高度化支援事業（機関補助

金） 

「銅ナノ粒子ペーストを用いた大型ガラス基板への高精

度スクリーン印刷と多面取り加工技術による低コスト

次世代パワー半導体用実装基板の製造技術開発」 

「焼結による高均熱、高熱輸送平面ヒートパイプの開発」 

 

発 表：誌上発表60件、口頭発表134件、その他30件 

--------------------------------------------------------------------------- 

フレキシブル材料基盤チーム 

（Flexible Materials Base Team） 

研究チーム長：米谷 慎 

（つくば中央第5） 

概 要： 

・目的：フレキシブルエレクトロニクスによるグリー

ン・イノベーションを目指し、有機半導体・導電

体・強誘電体などの電子機能性材料を印刷プロセス

に適用するための材料基盤技術を開発する。特に、

プロセス適合性をもつ高性能な電子機能性材料の開

発、材料の特質に立脚した革新的印刷プロセスの開

発、高性能化に必要不可欠となる高度な微視的材料

評価技術の開発を推進する。 

・意義、当該分野での位置づけ：物性物理学・物性化

学・電子工学を基盤とする先端的知見を活用しなが
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ら、新規材料・新機能開拓と、印刷プロセスの革新、

微視的評価技術の開発に取り組み、主に学術雑誌を

通した成果発信により情報通信・エレクトロニク

ス・材料分野に貢献する。 

・国際的な研究レベル：銀ナノメタルインクと反応性

表面により高解像度配線を実現できる超簡易印刷法

を世界に先駆けて開発、常温常圧の溶液・印刷プロ

セスで製膜可能な高性能有機半導体や高分極、低損

失、大変位型有機（反）強誘電体の材料を開発、材

料評価技術として電荷変調分光法を用いた有機半導

体のキャリア輸送の研究で世界のトップを走るなど。 

研究テーマ：テーマ題目1 

 

印刷プロセスチーム 

（Print Process Team） 

研究チーム長：牛島 洋史 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 従来の真空技術・フォトリソグラフィー技術を用い

た大規模大量生産製造から脱却し、省エネルギー・省

資源で変量多品種分散製造を行うため、印刷手法を用

いたプロセス技術の開発を行なっている。当グループ

で開発したスクリーンオフセット印刷法や付着力コン

トラスト平版印刷法の材料、プロセス、評価手法の各

要素技術開発を進めており、これら新規印刷手法は企

業とともに装置開発および印刷に必要となる版の製版

技術についても開発を進めている。Si 製造技術等で

は取り組みにくい曲面へのパターン製造や３次元の製

造技術にも挑戦している。機能を向上させるための表

面処理技術等の基礎的研究開発を進めながらフレキシ

ブルなトランジスタアレイやセンサ等のデバイス製造

も行っており、フレキシブルエレクトロニクスの実現

を目指している。 

研究テーマ：テーマ題目2 

 

ハイブリッドプロセスチーム 

（Hybrid Process Team） 

研究チーム長：山本 典孝 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 IoT 社会に必要とされる、多品種センサーを量産製

造するためには革新的な製造プロセスが必要となる。

ハイブリッドプロセスチームでは、フレキシブルエレ

クトロニクスの実用化に向け、印刷パターニング技術、

プラズマ焼成技術、レーザー加工技術、ホットメルト

接着接合技術等を用い、フレキシブル配線板の製造プ

ロセスの生産性を従来のリソグラフィー技術による製

造プロセスと同等にする技術を開発している。 

 具体的には、スーパーインクジェットと金属ナノ粒

子を用いた一桁ミクロン線幅のマスクレス配線パター

ン形成、銅ナノ粒子インクに関して酸素ポンプ技術を

用いた還元焼成とその発展形である低温プラズマ焼結

による低抵抗銅配線作製、低出力レーザーを用いた金

属粉末融解による配線形成、ホットメルトによる配

線・端子接続や箔化デバイス転写形成などの研究を行

っている。 

研究テーマ：テーマ題目3 

 

フレキシブルデバイスチーム 

（Flexible Device Team） 

研究チーム長：吉田 学 

（つくば中央第5） 

概 要： 

・目的：自由形状、大面積軽薄、生体適合性など、優

れた使用感を持つデバイスとしての期待の高いフレ

キシブルデバイスやストレッチャブルデバイスの早

期実用化が望まれている。これらの柔軟なデバイス

は、生体情報や環境情報を取得するためのマルチモ

ーダルセンサーとして用いることを想定している。

このようなウェアラブルマルチモーダルセンシング

デバイスにおいて、人間の体動や外部環境変化に伴

うセンサーデータへの影響を考慮したデバイス設計

やソフトウェアによる処理技術の開発が必要となる。

また、センシングのみでなく、センシングデータを

利用して反応するアクティブデバイス等の開発も重

要である。これらのセンシングデバイスは無線によ

りデータを送受信することが想定されるため、これ

らのデータのセキュリティを担保するためのデバイ

スも必要不可欠となる。 本研究チームでは、これ

らの実現のために、フレキシブルマルチモーダルセ

ンシングデバイスの設計・動作解析技術の開発、高

感度柔軟アクティブデバイスの開発等を推進する。

平成29年度は、特に柔軟な材料を用いて、心電等

の複数種の生体情報をセンシングするためのマルチ

モーダルセンサーの原理実証を行うと共に、電圧等

の入力に対して変位を発生するアクティブデバイス

の開発を重点化していく。 

・手段：大型プロジェクト、技術研究組合との連携、

企業・大学との共同研究等における研究開発を積極

的に推進するとともに、社会のニーズや新規研究テ

ーマの発掘に努める。またフレキシブルエレクトロ

ニクス開発に必要な要素技術の高度化・集積化を図

るため、分野横断的な連携を推奨する。 

・方法論：導電性繊維を用いた高伸縮圧力センサーア

レイの開発や情報機器のための新たなアクティブデ

バイスの開発を行う。低電圧駆動可能な有機エレク

トロニクスデバイスの創製と応用展開を行う。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

 

ハイブリッド IoT デバイスチーム 
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（Hybrid IoT Device Team） 

研究チーム長：植村 聖 

（つくば中央第5） 

概 要： 

・研究目的：IoT 機器の爆発的な増大により生じる消

費電力の問題やユーザビリティの向上に向けて、

非連続的なイノベーション創出に資する部素材、

デバイス、及びそのプロセス技術やアセンブリー

技術の基盤的な研究開発を行う。IoT 社会の実現と

進展、我が国の情報通信・エレクトロニクス関連

産業の持続的な発展に貢献することを目的とする。 

・研究手段：IoT デバイスの低消費電力化と高生産性

を両立させる製造基盤技術の開発を行う。IoT デバ

イスとして革新的なセンサーの要素技術の開発と

それらのユーザビリティを向上させるフレキシブ

ル、プリンタブル電子デバイスの要素技術基盤の

開発、またそれらを実用化するための電子部材を

フレキシブル基板上に実装する技術の開発など、

多様な形状の物体等への適応性、耐衝撃性を向上

させるフレキシブル実装・プロセス技術の開発を

行う。 

・方法論： 

1）IoT 機器の低消費電力化、フレキシブル化を同

時に成立させるための基盤的技術として低消費電

力な電子回路チップ等の電子部品を実装するフレ

キシブルハイブリッド実装技術の開発、2) IoT 機器

の低消費電力化のため、フィルム状の発汗センサ

ー、フレキシブル熱流センサー等の実現に向けた

部素材、デバイス設計技術、動作検証の研究開発

を進める。 

研究テーマ：テーマ題目5 

--------------------------------------------------------------------------- 

［テーマ題目1］フレキシブル材料基盤に関する研究 

［研究代表者］米谷 慎 

（フレキシブル材料基盤チーム） 

［研究担当者］米谷 慎、堀内 佐智雄、峯廻 洋美、 

堤 潤也、東野 寿樹、長谷川 達生他 

（常勤職員5名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

 フレキシブルエレクトロニクスによるグリーン・イノ

ベーションを目指し、有機半導体・導電体・強誘電体な

どの電子機能性材料を印刷プロセスに適用するための材

料基盤技術開発を行う。プロセス適合性をもつ高性能な

電子機能性材料の開発、材料の特質に立脚した革新的印

刷プロセスの開発、高性能化に必要不可欠となる高度な

微視的材料評価技術の開発を推進する。平成29年度に

は、次の成果を得た。 

 金属配線印刷技術の開発では、産総研が独自開発した、

高速・大面積にサブミクロン銀配線をパターン形成でき

る「新原理印刷技術・スーパーナップ®法」の橋渡しを

加速するため、その出口戦略として、量産化による大幅

なスケールメリットが期待できるスマートフォン用タッ

チパネルセンサに特化し、これをスーパーナップ®法に

より製造した不可視な極細線メタルメッシュフィルムで

置き換えることを目標に、共同研究先である田中貴金属

工業株式会社による国プロ（JST・NexTEP）受託と、

量産システム開発を支援・指導してきた。結果、前記プ

ロジェクトの期間前倒しによる成功認定が得られた

（H29.12.14）。 

 高性能化・高安定化を目指す印刷プロセス用有機半導

体材料の開発では、従来の p 型半導体 BTBT（ベンゾ

チエノベンゾチオフェン）系材料が本質的に抱える課題

（耐熱性／キャリア注入効率／溶解性）の解決に向けて

材料開発を行った。BTBT 骨格のπ電子共役系を拡張

させることにより、耐熱性150 ℃以上とキャリア注入

効率の向上（BTBT 系材料と比較して1.5倍以上）を達

成するとともに、BTBT 系材料で抱えていた溶解性と

キャリア輸送特性（主に異方性）のトレードオフ関係を

打開する結果が得られ、印刷適合性材料を高度化する新

たな分子設計指針への足がかりを作った。 

 有機強誘電体の材料開発においては、電場に誘起され

る相変化機能に着目した反強誘電体を開発し、PZT に

匹敵する巨大な電気歪み（ナフトイミダゾール、d33換

算で～80 pm/V、誘起分極6 C/cm2）や、高分極・低損

失な静電エネルギー貯蔵機能（四角酸、13 C/cm2、貯

蔵エネルギー密度1.5 J/cm3、効率94 %）を新たに見出

すことができた。 

また、分子回転機構を組み込んだ新規有機強誘電体材

料開発のシミュレーションによる材料開発支援を目指し、

そのテストケースとして、過レニウム酸キヌクリジニウ

ムの分子動力学シミュレーションによる解析を行い、そ

の結晶相・強誘電相・柔粘性結晶相の再現を確認した。

さらに強誘電相での自発分極の推算値として実験値の

3.5 Ccm-2に近い2.9 Ccm-2を得、材料開発支援の足

がかりを作った。 

微視的材料評価技術では、独自技術のゲート変調イメ

ージング技術について大幅な高時間分解能化（最高50 

ns）を達成し、有機薄膜トランジスタの性能律速要因

とされる電極界面、結晶粒界の局所電気伝導の様子を観

測することに初めて成功した。さらに、測定結果をモデ

ルシミュレーションにより高い精度で再現し、本技術の

高い信頼性を確認した。上記に加え、有機強誘電体の分

極ドメインのイメージングにも取り組み、PFM 等の従

来技術では不可能な、薄膜深さ方向の分極ドメイン分布

のイメージングを実現した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］有機半導体、有機デバイス、プリンテッ

ドエレクトロニクス、材料評価技術 
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［研究代表者］牛島 洋史 

（印刷プロセスチーム） 

［研究担当者］牛島 洋史、安部 浩司、野村 健一、

日下 靖之、金澤 周介、高武 正義、

尾上 美紀、藤田 真理子、堀井 美徳、

忽那 志満子（常勤職員5名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 印刷製造技術がエレクトロニクス分野に実用化される

ためにはパターニングの精細度、均一性、信頼性が必要

である。精細度については高精細および版製造がオンデ

マンドで行える技術として“付着力コントラスト平版印

刷法”に取り組んでいる。印圧によるパターン歪みを抑

制でき、寸法忠実性を5 m（凸版）から2 m 未満（平

版）に向上させている。パターニングを行う際、刷版や

被印刷物表面に施す修飾や改質処理技術、表面の形状や

物理化学的性質を評価する技術にも取り組んでいる。ま

た、厚膜印刷では経験の少ないユーザーでも容易に高精

細なスクリーン印刷が行える“スクリーンオフセット印

刷法”の装置化を進めており、線幅20 m の印刷が実

現できている。重ね刷り精度の向上や、膜厚の均一化と

平坦化を中心にデバイス作製プロセスの開発を行ってい

る。さらに、評価法としてはコロイド化学や表面化学的

手法と走査型プローブ顕微鏡の技術を統合した表面分析

技術による評価法の開発も進めている。デバイス製造技

術に関しては、MEMS 技術のような3次元構造物を印

刷プロセスで作製する“印刷 MEMS 技術”について挑

戦しており、歪センサー等への応用を検討している。こ

れらプロセス技術を中心に技術開発を行い、フレキシブ

ルエレクトロニクスの実現に貢献する。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］マイクロコンタクトプリント、反転オフ

セット印刷、付着力コントラスト、スク

リーンオフセット印刷、走査型プローブ

顕微鏡、印刷技術、コロイド化学、表面

化学、プリンテッドエレクトロニクス 

 

［テーマ題目3］ハイブリッドプロセスに関する研究 

［研究代表者］山本 典孝 

（ハイブリッドプロセスチーム） 

［研究担当者］山本 典孝、白川 直樹、徳久 英雄、 

福田 伸子、粕谷 陽子、真中 潤、 

中野 栄司、森田 智子 

（常勤職員4名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 低温プラズマ焼結技術の改良により、リソグラフィー

を用いないフレキシブル配線製造技術を開発した。 

 酸素分圧が10の－30乗以下の極低酸素雰囲気を作る

ことができる固体電解質型酸素ポンプを用い、それによ

って作られた極低酸素化窒素を大気圧プラズマにして吹

き付け試料を焼結する、低温プラズマ焼結プロセスを開

発した。180 ℃以下の低温処理であるにもかかわらず、

抵抗率の面でも金属組織の面でもバルク材料と遜色無い

ものが得られる。小型化装置の開発を継続して続けてい

る。 

 また、低温プラズマ焼結により銅配線を有するフレキ

シブル基板の全印刷作製が可能となったので、その技術

デモとしてフレキシブルラジオ付き野球帽を試作し、

JPCA Show2017や PrintableElectronics2018展に出展

した。多くの報道等でも取り上げられ話題となった。 

 低融点金属粉末を用いたレーザー加工技術を開発した。

低出力レーザーを走査することで金属を融解させながら

パターニングすることにより、PET 上に面抵抗一桁Ω

／□のメッシュ電極を作製した。同技術では葉上への電

極作成にも成功している。また、近赤外領域で透明な基

材を用いることで基材背面よりレーザー照射が可能とな

った。これまでの方法では扱いが困難であった付着力支

配の粒子径領域の金属粒子を粉体として用いることが可

能となった。さらに、後工程としてガルバニック置換反

応により、Sn と Cu を交換することで2ケタ以上の低抵

抗化に成功した。これらの結果を用いることで熱に弱い

葉上やこれまでに加工が困難であった PET 内部のレー

ザーによる導配線加工が可能であることを示した。 

 ホットメルトを用いた実装および配線接合技術を開発

した。基材のフレキシビリティを損なわず印刷配線同士

の接続および配線とチップ端子を接続するため、配線パ

ターン以外の部分を接着加工することで電気的接続を確

保することが可能となった。強固に安定な配線接続が実

現でき、同時に回路表面を保護するものである。フレキ

シブル回路全体を壁・ファブリックなど、自由な場所に

転写形成することが可能となった。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］酸素ポンプ技術、大気圧プラズマ技術、

低温プラズマ焼結技術、スーパーインク

ジェット技術、非接触印刷技術、無版印

刷技術、低損傷レーザー加工、ホットメ

ルト実装および配線接合 

 

［テーマ題目4］フレキシブルデバイスに関する研究 

［研究代表者］吉田 学（フレキシブルデバイスチーム） 

［研究担当者］吉田 学、小笹 健仁、武居 淳、 

栗原一徳、延島 大樹 

（常勤職員5名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

1）マルチモーダル生体情報センサーの研究開発 

・心電、脈拍、体温などのセンサーを作製、動作確認

し、原理検証を行う。 

・圧電デバイスや静電デバイスを利用したアクティブ

デバイス作製し動作確認を行う。具体的には、100 

Hz の入力信号に対し、100 Hz 程度の出力を発生

させる。 
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平成29年度は、 

・心電・脈波計測用サポーターを製造し、ワイヤレス

で PC にデータ送信できることを確認した。 

・エレクトレット薄膜と銀メッキ繊維電極を用いたア

クティブデバイスを製造し、20 kHz 付近までの振

動を発生できることを確認した。 

2）印刷製造プロセスを利用した新概念セキュリティー

デバイスに関する研究開発 

・印刷形成した SRAM 回路等を利用したセキュリテ

ィーデバイスの開発を行う。PUF 回路としてエラ

ー率が10 %以下であることを実証する。 

平成29年度は、 

・有機半導体と極薄ゲート絶縁膜を用い、2 V 以下で

駆動する電界効果トランジスタを用いてバスキーパ

ーPUF を作製することに成功した。PUF 回路とし

てはエラー率が10 %以下であることが確認された。 

3）印刷電子デバイス技術に関する標準化活動 

・印刷電子デバイス設計技術、また、それらのデバイ

ス性能向上のための製造プロセス技術の国際競争力

を維持するため、国際標準化活動に積極的に取り組

む。 

平成29年度は 

・印刷エレクトロニクスに関する国際標準化委員会

（IEC/TC119）において、プリンテッドエレクト

ロニクスにおける印刷適性の概要規定（ IEC 

62899-401）の国際標準（IS）を発行させた。 

・印刷トランジスタの信頼性に係る接触抵抗の計測方

法の標準化提案に向けて技術調査と予備検討を行い、

国際ワーキンググループにて来年度以降の標準化提

案に向けた議論を行った。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造、エネルギー・

環境、材料・化学 

［キーワード］プリンテッドエレクトロニクス、印刷金

属配線、印刷メモリ、圧力センサー、

RFID タグ、有機エレクトロニクス、評

価解析技術 

 

［テーマ題目5］ハイブリッド IoT デバイス技術に関す

る研究 

［研究代表者］植村 聖（ハイブリッド IoT デバイス

チーム） 

［研究担当者］植村 聖、星野 聰、末森 浩司、 

渡邉 雄一（常勤職員4名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 IoT 社会の実現と進展、我が国の情報通信・エレクト

ロニクス関連産業の持続的な発展に貢献することを目的

とし、IoT 機器のユーザビリティの向上と低消費電力化、

また非連続的なイノベーション創出に資する部素材、デ

バイス、及びそのプロセス技術やアセンブリー技術の基

盤的な研究開発を推進した。平成29年度は PET 等の低

耐熱性のフレキシブル基材上に電子回路チップを基板ダ

メージなしに実装する技術として、基板の全体加熱なし

にはんだを溶融できるプロセス開発を行った。通常チッ

プ実装プロセスは、基板を全体加熱することではんだを

溶融させてチップを固定化するが、低耐熱性の基板では

その溶融温度に耐えることができず、基板変形が生じる。

それを抑制し、はんだ実装を可能にする方法としてマイ

クロ波を用いて局所的、選択的にはんだを加熱する技術

を開発し、基板変形なしに電子回路チップを実装するこ

とに成功した。それによりフィルム上に印刷等で形成さ

れたフレキシブルデバイスと電子回路チップ等のハイブ

リッドデバイスの製造が可能となり、低消費電力なモジ

ュールが実現できる。その実装の検証として温湿度セン

サーチップを PET 基板上にアレイ実装し、その正常動

作を確認し、基板に対して低ダメージな実装プロセス技

術を確立した。 

 革新的なセンサー技術としては、人間の発汗を検出す

るための蒸散水蒸気量変化の連続検出やウェラブル化を

可能にするデバイス技術の開発を推進した。また IoT

機器等の電源的に孤立するデバイスの消費電力をまかな

う方法として、印刷形成可能でフレキシブル化が可能な

熱電変換素子の開発を推進した。平成29年度はこれま

で開発してきた熱電素子材料であるカーボンナノチュー

ブ分散高分子中の配向制御技術を開発し、塗布型として

最高性能の熱電変換効率を実現した。また同様の素子構

成でデバイスの熱流計測が可能なフレキシブル熱流セン

サー素子の開発を推進した。IoT 機器はチップの高密度

化等により放熱技術の開発が必要不可欠であり、そのデ

バイス設計には材料の潜熱や熱流を理解しなければなら

ない。フレキシブルデバイス等の任意形状のデバイスの

熱流計測にはフレキシブル熱流センサーが必要であるこ

とから平成29年度はそれらの定量的な熱流量計測を確

認した。またこのフレキシブル熱流センサーを用いのユ

ースケースとして、温度環境管理用センサーとして物流

分野への適用を検討し、保冷剤に巻きつけて熱流計測を

行い、その結果から温度保持時間の予測ができることを

確認した。その情報をワイヤレス伝送できるシステムを

構築した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］フレキシブルディスプレイ、プリンテッ

ドエレクトロニクス、フレキシブルデバ

イス、フレキシブルハイブリッド実装、

低消費電力化 

 

⑦【先進コーティング技術研究センター】 
（Advanced Coating Technology Research Center） 

（存続期間：2015.4.1～） 

 

研究センター長：明渡 純 

副研究センター長：土屋 哲男 
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総 括 研 究 主 幹：相馬 貢 

 

所在地：つくば中央第5、つくば東、つくば西 

人 員：16名（16名） 

経 費：435,554千円（212,354千円） 

 

概 要： 

 21世紀の“ものづくり”は、最少の資源、最小の

エネルギー消費で、コスト競争力のある製造技術を基

本とすることが強く求められている。また、CO2削減

をはじめとした省エネルギー、省資源化などの環境負

荷低減の観点から、電子機器の小型・集積化、高エネ

ルギー密度、高耐久性の各種電池開発(太陽電池、蓄

電池、燃料電池)、軽量で耐久性の高い自動車部品、

航空機部材などの開発が世界的に大きな潮流になって

きている。これらのニーズに応えるべく新しい材料・

部材・デバイスの創成を実現するためには、多種・多

様な性質を併せ持つセラミックス・合金などの機能材

料を低コストでコーティング可能な製造プロセスが、

今後、益々重要になってくる。 

 当センターでは、産業競争力強化の観点から、従来

コーティング技術とはその原理から一線を画すエアロ

ゾルデポジション法（AD）法や塗布光分解法（光

MOD 法）など、センター独自の先進的なコーティン

グ技術やこれに資する独自の材料技術を柱に多様な課

題を解決し、先進コーティング技術を企業に橋渡しす

ることを目的としている。これらの目的を達成するた

め、具体的には、第4期では、下記の3つの分野重

点化課題（戦略課題）を定め、多事業分野で実生産

に資するレベルまでプロセス技術の高度化を図る。ま

た、昨年度設立した先進コーティングアライアンスも

活用し、地方公設試、大学との連携活動を全国展開し、

より積極的に地方企業、地域ニーズ把握に努め、ニッ

チトップを目指す地方・中小企業の本格的な事業支援

を行う。 

 第4期重点課題「多様な産業部材に適用可能な表面

機能付与技術の開発」において、29年度は以下の3テ

ーマを重点化する。 

 ①AD 法では、大型の企業資金獲得につながりつつ

ある蓄電池や燃料電池応用、ガスタービンなどの構造

部材応用に絞り込み、実用性能の達成に取り組むとと

もに、Hybrid AD 法を用いたオンデマンド義歯製造

技術開発を SIP 革新的設計生産技術・産総研コーテ

ィング拠点（SIP コーティング拠点）を利用し、生体

適合性 Ti 合金基材へのジルコニア成膜を検討する。 

 ②光 MOD、光化学修飾法などの化学溶液法では、

高感度センサ、電子部品及び発光部材の事業化に向け

グリーンデバイス開発（創エネ・蓄エネ・省エネ・セ

ンサ）に資する材料、電子・光デバイスや先進センサ

の開発とそのコーティングインク開発から評価・解析

を行なう。 

 ③リチウム二次電池は、更なる高容量化・低コスト

化実現のため、新しい電極材料、電解質材料をはじめ

とする高性能酸化物材料の開発とコーティング技術を

適用した部材化・電池システム化、また、そのための

新しい製造プロセスの開拓や、正確な結晶構造・物性

評価技術を適用することで、新しい材料設計を行なう。 

当研究部門の研究拠点は、材料・プロセスに関する

研究ポテンシャルを持つ、つくばセンター（4研究グ

ループ）で研究を進めた。 

 

領域重点課題： 

・「先進コーティング技術を用いたグリーンデバイス

開発と事業化促進」 

・「AD 法と光 MOD 法の融合による先進ハイブリッ

ド・コーティング基盤技術の研究開発」 

--------------------------------------------------------------------------- 

外部資金： 

経済産業省 

平成29年度革新的なエネルギー技術の国際共同研究 

開発事業（革新的省エネルギー技術開発） 

・「研究テーマ2．（2）光反応による低消費電力型製

造プロセスとグリーンデバイスの開発」 

平成27年戦略的基盤技術高度化支援事業 

・「CFRTP 専用ファスナーを用いた自動車用 CFRTP

と異種材料の革新的接合技術の開発」 

平成28年度戦略的基盤技術高度化支援事業 

・「Steel Heater 性能向上のための新規絶縁層形成技

術の開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費補助金 基盤研究（B） 

・「光電極のエネルギー変換効率を革新的に向上させ

る酸化物‐窒化物傾斜構造の創製」 

科学研究費補助金 基盤研究（C） 

・「光表面化学修飾法によるポリマー材料のフッ素官

能基化表面改質に関する研究」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 

・「ガーネット型酸化物電解質材料の創出」 

・「プラスチック基材への常温セラミックコーティン

グ法の開発」 

 

発 表：誌上発表32件、口頭発表100件、その他7件 

--------------------------------------------------------------------------- 

微粒子スプレーコーティング研究チーム 

（Fine Powder Spray Coating Team） 

研究チーム長：明渡 純 

（つくば中央第5） 

概 要： 
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 本研究チームは、AD 法、HAD 法、サスペンショ

ンプラズマ溶射法（SPS 法）など「微粒子スプレー

法による高機能セラミックスコーティング技術の開発」

を担当。エネルギー関連部材や生体・医療関連部材、

半導体製造関連部材、航空機・自動車関連部材などの

高度化に資する省エネルギー製造技術の確立をミッシ

ョンとし、以下の課題に取り組んでいる。1）AD 法

の高度化に関する研究、2）SPS 法の高度化に関する

研究、3）AD 法の用途拡大に関する研究開発。1）、2）

については、平成29度領域重点課題「AD 法と光

MOD 法の融合による先進ハイブリッドコーティング

基盤技術の研究開発」、H29年度戦略的イノベーショ

ン創造プログラム（SIP）／革新的設計生産技術「高

付加価値セラミックス造形技術の開発」を中心にプラ

ズマ援用によるハイブリッド AD 法のプロセスパラメ

ータの抽出、また、コーティング拠点として基盤整備

を行った。また、AD 法、SPS 法では民間企業資金を

中心にエネルギー関連部材での製造プロセスとしての

実用性を検証した。3)については、実用化支援チーム

や先進コーティングアライアンスを活用し、出口戦略

を見据えた用途開発を44社の会員企業連携の中で展

開し、耐摩耗・耐傷コーティングによる樹脂基材上へ

のハードコーティングによる部材軽量化、金属基材へ

のセラミックス薄膜形成による高性能放熱基板など、

複数の企業ニーズにこたえるテーマに取り組んだ。 

研究テーマ：テーマ題目2 

 

光反応コーティング研究チーム 

（Photo-assisted Coating Team） 

研究チーム長：真部 高明 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 本研究チームは、「光反応を用いた表面機能付与技

術の開発」を主に担当し、グリ－ン・ライフイノベー

ションに資する材料・部材・デバイスの省資源・省エ

ネルギー製造に貢献するフレキシブルなコーティング

技術の確立をミッションとし、以下の課題に取り組ん

でいる。1）フレキシブルコーティング技術開発、2）

コーティング材料開発、3）部材・デバイスへの応用

展開 これらの課題について本年度は、平成29度領

域重点課題「AD 法と光 MOD 法の融合による先進ハ

イブリッドコーティング基盤技術の研究開発」におい

て光 MOD 法と AD 法それぞれの長所を生かしたハイ

ブリッドコーティング技術の開発を重点的に推進した。

また超電導線材応用に向けた光 MOD プロセス高速化

の検討、液相マイクロ波プロセスを用いたスマートウ

インドウのためのコーティング用ナノ結晶の合成研究

を行った。各種官能基化学修飾コーティング技術の開

発に関しては、カーボン・ポリマー・金属各種基材へ

の化学修飾コーティング手法の開発を推進して、ナノ

ダイヤモンド粒子表面上への Gd イオン固定技術の開

発に成功した。 

研究テーマ：テーマ題目2 

 

エネルギー応用材料研究チーム 

（Energy Conversion and Storage Materials Team） 

研究チーム長：秋本 順二 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 リチウム二次電池は、今後、様々な IoT センサ・

デバイス用電源から自動車用途、定置型電源などの大

型用途での普及・展開が期待されており、そのために

は安全性向上、長寿命化と共に、更なる高容量化・低

コスト化がキーとなっている。我々は、このような次

世代蓄電池や燃料電池等の実現のため、新しい電極材

料、電解質材料をはじめとする高性能酸化物材料の開

発とコーティング技術を適用した部材化・電池システ

ム化を目指している。 また、そのための新しい製造

プロセスの開拓や、正確な結晶構造・物性評価技術を

適用することで、新しい材料設計を進めている。 

 具体的には、イオン交換合成法、水熱合成法、ゾル

ゲル法などの溶液を用いた素材低温合成技術を開拓・

適用し、コバルトフリー正極材料に代表される高容

量・低コストの電極材料であるマンガン酸化物、チタ

ン酸化物、シリコン系負極材料、新規固体電解質材料

の合成・開発を実施した。また、全固体電池部材とし

て、単結晶固体電解質の開発、並びに基盤技術である

結晶構造解析技術・物性評価技術の高度化に関する研

究開発を行った。さらに、AD 法を適用した新たな蓄

電池部材化技術・全固体リチウム二次電池の開発を実

施した。 

研究テーマ：テーマ題目1 

 

グリーンデバイス材料研究チーム 

（Green device Materilals Team） 

研究チーム長：土屋 哲男 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 本研究チームは、グリーンデバイス開発（創エネ・

蓄エネ・省エネ・センサ）に資する材料、電子・光デ

バイスや先進センサの開発をミッションとして、市場

規模の大きいスマートウインドウ、光デバイス更には、

光、エネルギー使用量削減に有効な各種センサ、光電

極、フレキシブル圧電コーティングによるエネルギー

ハーベスティングなどを主なテーマとし、グリーンデ

バイス材料合成とのそのコーティングインク開発から

評価・解析を行なうとともに、光反応コーティングチ

ームや微粒子コーティングチームとの連携によるコー

ティング部材開発に取り組んでいる。本年は、平成

29年度領域重点課題「先進コーティング技術を用い
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たグリーンデバイス開発と事業化促進」を中心として、

塗布光照射法、ナノ粒子光反応法更には、ハイブリッ

ド溶液光反応法を適用するための、高耐熱抵抗材料、

新規蛍光体材料を開発した。また、レーザー照射手法

によって作製する自己組織化カーボン構造体及び銀ナ

ノ粒子のコンポジットを用いることにより10,000回

以上安定に駆動することを確認し安定性を飛躍的に高

めることに成功した。 

 また、SIP プロジェクトにおいて「高耐熱電子部品

の開発と信頼性評価」、革新的エネルギー技術の国際

共同研究開発事業「光反応による低消費電力型製造プ

ロセスとグリーンデバイスの開発」「太陽光による有

用化学品製造」、サポイン「CFRTP 専用ファスナー

を用いた自動車用 CFRTP と異種材料の革新的接合技

術の開発」 などを行った。一方、企業との共同研究

では、屋外用の蓄光材料開発、新規抵抗体開発、安全

表示部材、太陽電池、また、国際連携では、CSIRO

と共同で有機 EL デバイス開発を検討した。 

研究テーマ：テーマ題目1 

--------------------------------------------------------------------------- 

［テーマ題目1］先進コーティング技術を用いたグリー

ンデバイス開発と事業化促進 

［研究代表者］土屋 哲男（グリーンデバイス材料研究

チーム） 

［研究担当者］土屋 哲男、中島 智彦、中村 挙子、 

山口 巖、松井 浩明（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 光 MOD は、産総研の独自技術として、低温、大気圧

でありながら結晶化膜を作製する手法として注目されて

いる。本プロジェクトでは、光 MOD を用いたグリーン

デバイスを開発するため、昨年度までの領域重点課題で

開発した「蓄光蛍光体とそのコーティング」の高輝度化、

また、アライアンス企業を中心に高いニーズのある酸化

物半導体の樹脂基板コーティングや次世代デバイスの高

性能化に必須な配向膜などの要素技術を開発することを

目的とした。 

 本年は、新しい照明用の蛍光体部材の開発として、蛍

光体積層化により、3000 cd/m2の発光輝度を達成した。

また、フレキシブル膜の低コストプロセスとして、ナノ

粒子光反応法により酸化物半導体膜の室温プロセスを検

討し、樹脂基板上へ VO2、SnO2などの結晶化膜の作製

に成功した。更に、次世代デバイスの高性能化を実現す

るため、アモルファス基板への配向膜用の C 軸配向し

た下地基板を開発した。今後、光 MOD の多様な企業ニ

ーズ、試作に対応するため、多様な波長での光反応コー

ティングなどの基盤技術を開発し、企業連携につなげて

いく予定である。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造  

［キーワード］光 MOD、フレキシブル、ハイブリッド

溶液、光照射、酸化物半導体体、蓄光 

［テーマ題目2］AD 法と光 MOD 法の融合による先進ハ

イブリッド・コーティング基盤技術の研

究開発 

［研究代表者］真部 高明（光反応コーティング研究チ

ーム） 

［研究担当者］真部 高明、野田 浩章、青柳 倫太郎、

相馬 貢、Saya BORDORET、 

佐伯 貴紀、津田 弘樹、土屋 哲男、

明渡 純（常勤職員5名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 パワエレ用放熱基板、透明ハードコートは各々千億円

/年の市場規模を有しており、AD アルミナ膜への期待

が極めて大きい。これら分野への AD 膜実用化の課題と

して、大面積コーティングにおけるピンホールからの通

電、空孔による光散乱、圧縮応力による破損等があるが、

本研究では AD 法と光 MOD 法の融合によるハイブリッ

ドコーティングを開発し、課題解決を目指すことを目的

とした。 

 パワエレ部材用ハイブリッドコーティングに関しては、

金属基材上に酸化アルミニウム等各種酸化物の

AD/MOD 複合膜を作製してその耐電圧評価を行い、

AD 膜単体との比較を行った。また、光学部材用ハイブ

リッドコーティングに関しては、ガラス基板上に酸化ア

ルミニウム、酸化ジルコニウム等各種酸化物の

AD/MOD 複合膜を作製して光学特性（透過率、ヘイズ

値等）を測定し、AD 膜単体と比較した。その結果、

AD/MOD ハイブリッドコーティング膜においては AD

膜単体と比較して、耐電圧、透過率、ヘイズ値それぞれ

について特性の向上が確認された。また各コーティング

膜の微細組織観察を行い、微細表面組織と各種特性との

相関について考察を行った。 

 今後は特性向上発現機構の解明と高特性化の指針の明

確化を図るとともに、企業との共同研究あるいは JST 

A-STEP FS 等において応用展開を進める予定である。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造  

［キーワード］エアロゾルデポジション法（AD 法）、

塗布光分解法（光 MOD 法）、絶縁膜、

放熱基板、透明ハードコート 

 

⑧【集積マイクロシステム研究センター】 
（Research Center for Ubiquitous MEMS and Micro 

  Engineering） 

（存続期間：2015.4.1～） 

 

研究ユニット長：廣島 洋 

副研究センター長：松本 壮平 

総 括 研 究 主 幹：高木 秀樹、一木 正聡、 

伊藤 寿浩 

所在地：つくば東 

人 員：24名（24名） 
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経 費：454,606千円（230,437千円） 

 

概 要： 

  エレクトロニクス・製造領域は、IT 機器の大幅な

省エネ化と高性能化の両立を可能とする世界トップ性

能のデバイスの開発と、省エネ、省資源、低コストの

産業活動の実現を可能とする革新的な製造技術の開発、

および、先端エレクトロニクスを基礎としたセンシン

グ技術と革新的製造技術を結びつけた超高効率な生産

システムによるわが国の産業競争力強化を掲げている。

当研究センターではこの中で、特に情報技術分野に必

要とされる、微細加工を利用したマイクロデバイスに

関する研究開発およびその分野に関連する人材を養成

することをミッションとする。 

  スマートで安全安心な社会の実現に向けて、モノの

インターネット（Internet of Things: IoT）技術が注

目されている。当研究センターは、マイクロ電子機械

システム（MEMS）に関するコア技術である低温接

合技術、ナノ構造作製技術、圧電 MEMS 技術などの

研究開発を通じて、エネルギー、農業、健康医療、自

動車、社会インフラ監視などの応用分野における

MEMS センサネットシステムの社会実装に取り組み

IoT の実現を目指す。さらに、MEMS プロトタイピ

ングのためのファウンドリー機能の充実を図るほか、

高付加価値で少量多品種の生産に適用可能な製造シス

テムの構築などにより、研究・開発・試作・人材育成

等の産業ニーズに応える。 

  MEMS 技術の実証の場として、これまでに、クリ

ーンルームやデータセンター、およびコンビニでの省

エネを行ってきたが、第4期は社会インフラや産業イ

ンフラの保守や点検等に資するため、ひずみ、振動、

温度など複数のセンシングと通信機能を集積化したネ

ットワーク MEMS システムを開発し、大規模社会実

験を行う。このほか、生体情報のセンシング等の実証

実験等も行い、関連産業の競争力の強化にも資する。 

産総研では NIMS、筑波大学、KEK、東京大学と協

力してオープンイノベーション拠点 TIA を形成し、

知の創出から産業化までを一貫して支援しており、

MEMS 分野はこの TIA の7つの重要なコア領域のう

ちの一つとなっている。当研究センターは、先端集積

化 MEMS の研究開発や汎用大口径ラインによるデバ

イス試作などを行う「MEMS ファンドリー」の環境

を整備し、精密機械工業と情報産業、装置ベンダー、

材料メーカーを融合した業界とのオープンイノベーシ

ョン拠点形成を目指す。 

◆第4期加速のための重点化課題 

微細加工を利用したマイクロデバイスに関する研究

開発において、H29年度は、下記の3つの重点化課題

に取り組んだ。 

・集積化 MEMS センサ製造技術に関する研究 

IoT に貢献する集積化 MEMS センサを実現するた

めの、異種デバイス集積化技術を開発する。具体的に

は、耐熱材料の微細高アスペクト比パターン形成のた

めのナノインプリント技術の開発、低温でのウェハ接

合技術及び電極接合技術のデバイス応用展開、小型高

集積 MEMS センサノード実現のための実装技術の開

発を進める。H29年度は、ナノインプリントによるチ

ップ上へのアンテナパターン形成技術、接合封止によ

る集積化光 MEMS デバイスの開発を進めるとともに、

鉄道車両等へのワイヤレスセンサノード適用の検討な

どから、実用化に向けてのプロセス技術の課題抽出を

行った。 

・極薄シリコン集積化マルチセンシング IoT デバイ

スの開発 

本研究では、多様なセンシングをワンチップで可能

にする極薄 MEMS 積層マルチセンシングデバイスの

開発と、多種大量なデータを効率的に処理可能なゲー

トウェイを開発する。H29年度は昨年度開発した極薄

極小 MEMS を、極薄回路チップと共に2次元、3次元

集積化したマルチセンシング IoT デバイスを開発し

た。また、マルチセンシング IoT デバイスからのデ

ータをエッジ処理する高機能ゲートウェイの開発を行

った。 

・機能化表面利用マイクロデバイスの開発 

部材表面の凹凸微細加工や化学修飾により特殊な光

学特性や液体流動性等の機能を発現させる技術は多く

の産業分野で普及が期待されている。光学やぬれ性等

に関する機能化表面を利用するマイクロデバイス、及

びその最適な機能発現に必要な表面作製プロセスを開

発する。H29年度は、微細加工や修飾によるナノ構造

体や親疎水パターンの表面への不均一な付与を利用し、

粗密極細線スクリーン印刷によるデバイスを開発する

とともに、化学バイオマイクロ流体デバイスのための

微量液体操作技術を開発した。さらに、これら表面に

関する実験・理論・シミュレーションに基づく設計技

術の高度化を進めた。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金： 

戦略予算「フレキシブルハイブリッドエレクトロニク

ス技術（センサタグ2.0）」 

 

外部資金： 

国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発

機構 

次世代プリンテッドエレクトロニクス材料・プロセ

ス基盤技術開発／⑥フレキシブル複合機能デバイス技

術の開発「極薄シリコン回路と配線・電極形成テキス

タイルによるセンシングウェアの開発」 

インフラ維持管理・更新等の社会課題対応システム

開発プロジェクト／インフラ状態モニタリング用セン
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サシステム開発「道路インフラ状態モニタリング用セ

ンサシステムの研究開発」 

インフラ維持管理・更新等の社会課題対応システム

開発プロジェクト／インフラ状態モニタリング用セン

サシステム開発「ライフラインコアモニタリングシス

テムの研究開発」 

戦略的基盤技術高度化支援事業（プロジェクト委託

型）／IoT、AI 等を活用した「超スマート社会」の実

現のための技術／「ウェハーサイズ3次元ナノインプ

リントモールド用超高速電子ビーム加工装置の研究開

発」 

次世代人工知能・ロボット中核技術開発／次世代人

工知能技術分野／「高齢者の日常的リスクを低減する

AI 駆動アンビエントセンサ・アクチュエータシステ

ムの研究開発」 

次世代人工知能・ロボット中核技術開発／次世代人

工知能技術分野／「空間移動時の AI 融合高精度物体

認識システムの研究開発」 

 

 国立研究開発法人 日本医療研究開発機構 

未来医療を実現する医療機器・システム研究開発事

業／術者の技能に依存しない高度かつ精密な手術シス

テムの開発／「変形切除が可能な肝切除シミュレーシ

ョンシステムに器具の触覚センシングと位置モニタリ

ング可能な医療用ワイヤレスマイクロセンサシステム

を合体した腹腔鏡下肝切除術のリアルタイムナビゲー

ションシステムの開発」 

 

国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構

生物系特定産業技術研究支援センター 

革新的技術開発・緊急展開事業（うち人工知能未来

農業創造プロジェクト）／「AI を活用した呼吸器

病・消化器病・周産期疾病の早期発見技術の開発」 

 

国立研究開発法人 科学技術振興機構 

プログラム・マネージャー（PM）の育成・活躍推

進プログラム／「イノベーション塾」 

 

静岡県 

静岡県先端企業育成プロジェクト推進事業／「光イ

ンターコネクトモジュール用光ナノインプリント装置

の開発」 

 

独立行政法人 日本学術振興会 

科学研究費補助金（基盤研究（C））「フェーズフィ

ールドモデルに基づくマイクロ多孔質体内相変化二相

流計算法の開発」 

科学研究費補助金（基盤研究（C））「マイクロデバ

イスの高気密封止のための金属の常温接合に関する研

究」 

科学研究費補助金（基盤研究（C））「ナノインプリ

ント領域全域での高速充填と均一残膜を実現するモー

ルド設計技術の研究」 

科学研究費補助金（若手研究（B））「混合凝縮性ガ

スを導入する光ナノインプリント技術の開発」 

科学研究費補助金（若手研究（B））「表面微細構造

を用いたナノ印刷技術の開発と光学応用」 

科学研究費補助金（若手研究（A））「MEMS 筋音

センサを用いた筋肉の定量的評価」 

科学研究費補助金（基盤研究（A））「非線形モード

局在型マイクロレゾネータアレイによる超微小質量計

測とバイオセンシング」 

科学研究費補助金（基盤研究（B））「工学実用から

要請される高性能非構造自由界面多相流数値モデル開

発と実証」 

  科学研究費補助金（基盤研究（C））「ソーレ効果を

用いたガス分離デバイスの微細連続構造による高性能

化」 

 

発 表：誌上発表91件、口頭発表116件、その他10件 

--------------------------------------------------------------------------- 

ウエハレベル実装研究チーム 

（Wafer-level Packaging Research Team） 

研究チーム長：高木 秀樹 

（つくば東） 

概 要： 

 MEMS をキーとするセンシングシステムの高機能

化と低コスト化を実現するための、微細加工技術およ

び集積化技術の研究開発を進めている。ナノメートル

オーダーの微細構造を、簡便な装置により大面積に形

成可能なナノインプリント技術により、ファインピッ

チ配線やアンテナパターン、光配線基板などを製造す

るプロセスを開発している。高速電子ビーム描画装置

とナノインプリントを組み合わせることにより、非常

に高い生産性を有する微細パターン形成プロセスを実

現するため、大面積で光硬化樹脂の残膜厚を一定にす

る手法を開発した。一方、異種デバイスおよび異種材

料を集積化するため、表面の活性化処理を用いた低ダ

メージ接合技術を開発し、次世代のデバイスとして期

待される高移動度半導体や、スピントロニクス、パワ

ーエレクトロニクスへの展開を進めている。また、剥

離転写を用いた表面の平坦化手法や、焼きだし脱ガス

処理が可能な薄膜金属を中間層とする低温接合技術を

開発し、MEMS デバイスの封止プロセスや、高密度

化する電子デバイスの放熱パッケージングへの適用に

ついて検討を進めた。 

研究テーマ：テーマ題目1 

 

マルチスケール機能化表面研究チーム 

（Multiscale Smart Surface Research Team） 
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研究チーム長：高田 尚樹 

（つくば東） 

概 要： 

 微細加工技術の活用により、さまざまな部材の表面

にマイクロ・ナノメートルオーダーの微細な構造体を

広域形成し、各種の有用な表面機能を発現させる技術

の実現を目指す。具体的には、プラスチック等の固体

部材表面に、低コストな成型プロセス等のみを用いて

所望の微細凹凸構造を付与できる加工技術の開発、微

細構造を付与した表面により、低反射率などの光学的

性能や親水性・はっ水性などの特殊なぬれ性といった

機能を発現させる手法の開発、成型プロセスを用いて

部材表面に付与した微細凹凸構造に毛細管現象を利用

してインクを充填する高精細・厚膜印刷技術の開発、

また微細構造を付与した部材表面のぬれ性に起因する

液滴などの挙動を予測可能な流体シミュレーション技

術の開発を行う。さらに、これらの要素技術を応用し

て流体物性センサや光学素子等の MEMS デバイスを

開発する。 

研究テーマ：テーマ題目3 

 

社会実装化センサシステム研究チーム 

（Socially-Integrated Sensor System Research Team） 

研究チーム長：小林 健 

（つくば東） 

概 要： 

 MEMS およびフレキシブルデバイス設計、プロセ

ス、評価技術、低電力アナログ回路設計技術、無線セ

ンサ端末及びネットワークシステム技術、ビッグデー

タ解析技術を駆使することによって産業機器、橋梁、

健康医療、それぞれに適したセンサシステムを実現し、

実際の現場に社会実装することでセンサシステムの有

効性を実証する。社会実装化センサシステムの実証試

験による結果を、それぞれの研究開発にフィードバッ

クすることで、MEMS デバイスの高性能化、アナロ

グ回路の低電力化、無線センサ端末とネットワークシ

ステムの高度化、及びビッグデータ解析技術の高度化

を目指す。 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目2  

 

ウエアラブル IoT 研究チーム 

（Wearable IoT Research Team） 

研究チーム長：一木 正聡 

（つくば東） 

概 要： 

 ウエアラブル IoT 研究チームでは、集積マイクロ

システム研究センターが従来から推進してきたマイク

ロ電子機械システム（MEMS）およびセンサーネッ

トワーク技術を基盤として、モノのインターネット

（IoT）やサイバーフィジカルシステム（CPS）分野

の先駆的な取り組みを推進した。 これらの取り組み

は、未来の産業創造と社会変革、経済・社会的な課題

への対応、科学技術イノベーションの基盤的な力の強

化、人材・知・資金の好循環システムの構築といった

第５期科学技術基本計画での主要な柱の具体的な取り

組みとして中心的な位置づけとなっており、世界に先

駆けた「超スマート社会」の実現（Society 5.0）に貢

献するために、「ウエアラブル（またはユビキタス）」

「IoT」「MEMS」「データ解析（またはソリューショ

ン提供）」に関係する内外のプロジェクトや共同研究

等への貢献を通じて、新たな技術基盤となる研究開発

を推進することを目指した活動を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目2 

 

化学バイオインターフェース研究チーム 

（ChemBio Interface Research Team） 

研究チーム長：井上 朋也 

（つくば東） 

概 要： 

本チームのミッションは、環境低負荷かつ安心・安

全・健康な社会・生活の実現に化学・バイオ分野の

MEMS 技術を通して貢献することである。ミッショ

ン遂行のために、とくに MEMS 技術および化学・バ

イオ技術の融合によるデバイス・インターフェースを

含めたデバイスシステム、さらにデバイスを用いて製

造されるものの用途開発を研究開発対象とする。とく

に現在化学応用に向けた取り組みとしてファインケミ

カルズ等の合成を効率よく行う連続製造プロセスへの

応用（触媒化学融合研究センターとの共同）、ならび

にバイオ・メディカル機能デバイス・機能材料製造の

ためのデバイス開発（計量標準総合センターとの共同）

を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目3 

 

MEMS プロトタイプ研究チーム 

（MEMS Prototype Research Team） 

研究チーム長：日暮 栄治 

（つくば東） 

概 要： 

 エネルギー、農業、健康医療、自動車、社会インフ

ラ監視などの様々な分野における IoT 構築に向けた

デバイス開発およびそのために必要となる要素技術の

開発を行う。具体的には、ワイヤレスセンサ・給電技

術、MEMS 環境発電システム、ナノ構造作製技術、

低温接合技術、光 MEMS の集積化技術の研究開発を

推進する。また、MEMS プロトタイピングのための

ファンドリー機能を利用した高付加価値で少量多品種

の生産に適用可能な製造システムの構築を目指す。 

研究テーマ：テーマ題目1 

--------------------------------------------------------------------------- 
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［テーマ題目1］集積化 MEMS センサ製造技術に関する

研究 

［研究代表者］高木 秀樹 

（ウエハレベル実装研究チーム） 

［研究担当者］高木 秀樹、日暮 栄治、倉島 優一、

尹 成圓、松前 貴司、魯 健、張 嵐、

鈴木 健太（常勤職員8名） 

［研 究 内 容］ 

 IoT に貢献する集積化 MEMS センサを実現するため

には、異種デバイス集積化とその実装技術が重要である。

本研究では、MEMS センサネットワークノードの小型

集積化の基盤技術開発を進めるとともに、発展が期待さ

れる光 MEMS と MEMS 実装技術関連の研究の強化を

進める。また、従来のリソグラフィーで対応が困難なサ

イズ、材料の微細成形加工技術の開発により、新たな応

用分野の開拓を進める。 

 MEMS センサノード開発では、小型実験動物の体温

を連続計測できるインプラント型無線センサノードや、

鉄道車両用の MEMS 振動センサ、完全固体型 pH セン

サの開発を行った。また、人工磁場空間と磁気センサの

組み合わせにより患者の手術対象位置を自動計測する、

手術ナビゲーションシステムを提案した。MEMS の実

装技術に関して、脱ガスアニール後の封止接合を実現す

るため、Au/Ti 膜にかわり Au/Pt/Ti 膜を接合層として

用いる手法を提案し、MEMS 原子時計用のガスセルを

試作して、レーザーの共鳴吸収を確認した。インプリン

トリソグラフィーによる微細配線形成技術では、IC チ

ップ上にループアンテナを目指した配線パターンの形成

を行い、シリコーンゴム樹脂を絶縁層として、L/S= 2 

µm/2 µm で高さ5 µm というアスペクト比2以上の微細

配線パターンの形成に成功した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］センサネットワークノード、光 MEMS、

MEMS パッケージング、低温接合、微

細成形、メッキ 

 

［テーマ題目2］極薄シリコン集積化マルチセンシング

IoT デバイスの開発 

［研究代表者］小林 健 

（社会実装化センサシステム研究チーム） 

［研究担当者］小林 健、一木 正聡、山下 崇博、 

武井 亮平、岡田 浩尚、竹井 裕介、

竹下 俊弘、牧本 なつみ、大内 篤

（常勤職員7名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 MEMS 技術を用いた、極薄極小のシリコンデバイス

をフレキシブル基板に集積化する技術を開発し、この技

術を用いたマルチセンシング IoT デバイスの研究開発

を行う。本年度は極薄 MEMS ミラーデバイスの作製と

その特性の基礎評価を行った。フレキシブル基板上に実

装された厚さ5 m の極薄 MEMS ミラーデバイスはフ

レキシビリティを有しており、曲率半径70 mm におい

ても動作した。このデバイスは曲面に貼り付けることが

でき、また極薄・極軽量であるため、眼鏡や腕時計など

の微小スペースに実装することが可能であり、ウェアラ

ブルなヘルスケアモニタリングデバイスへの応用が期待

できる。また本研究で得られた成果で、学術論文1件、

国際学会2件、国内学会1件の発表を行い、国内学会に

て優秀ポスター賞を受賞した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］FHE、MEMS フレキシブルデバイス、

光スキャナデバイス、IoT 

 

［テーマ題目3］機能化表面利用マイクロデバイスの開

発 

［研究代表者］高田 尚樹 

（マルチスケール機能化表面研究チーム） 

［研究担当者］高田 尚樹、栗原 一真、穂苅 遼平、 

井上 朋也、銘苅 春隆、平間 宏忠

（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

部材表面の微細加工や化学修飾により特殊な液体流動

性の機能を発現させる技術は、多くの産業分野で普及の

期待が大きい。特に、凹凸構造や親水・はっ水などのぬ

れ性が不均一な表面のパターンを利用した、液滴や液体

中に浮遊する微細な粒子の挙動の制御は、さまざまなマ

イクロデバイスに必要とされる共通基盤的技術である。

例えば、がん治療などの薬剤の治療効果の向上と副作用

の軽減が可能なドラッグデリバリーシステムの開発では、

ナノメートルオーダーの直径を持つナノ粒子の特性を評

価可能なデバイスが必要とされている。そこで、本テー

マでは、液体中のナノ粒子の部材表面への吸着や粒子ど

うしの凝集などの特性を評価するためのマイクロ流体デ

バイスの基盤を構築することを目的として、具体的には

以下の2課題について取り組みを行った。 

① 機能化表面デバイス設計支援シミュレーション技

術の開発 

マイクロ流体デバイスの流路の内部を流動する液体

に分散するナノ粒子の濃度の拡散及び部材への吸着に

関する計算モデルを文献に基づき構築し、ナノ粒子濃

度の拡散を伴う液体流動現象を高精度且つ高効率に解

析できるよう上記の計算モデルを実装した CFD

（Computational Fluid Dynamics; 数値流体力学）

コードを整備して性能評価のためのテストシミュレー

ションを実施した。そのシミュレーション結果を理論

解と比較したところ、マイクロ流体デバイス内の流動

に対して、整備した CFD コードは、ベースとなった

従来の CFD コードと同等の計算精度を維持しつつ、

従来よりも10倍以上高速に解析できることを確認した。

また、シミュレーションと実験の各結果から、様々な
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材質の部材表面へのナノ粒子の吸着現象をシミュレー

ションで高精度に予測するためには、部材と個々のナ

ノ粒子との相互作用の重要な因子の理解に基づくナノ

粒子の吸着率の推算式の構築と計算モデルへの導入が

必要であることを確認した。 

② 機能性表面によるナノ分散系吸着制御技術の開発 

ナノ粒子の部材表面への吸着性を評価するため、材

質が異なる市販のマイクロ流体デバイスを使用してナ

ノ粒子が分散している液体試料の流動実験を実施した。

実験では、幾つかの代表的な測定法として、動的光散

乱（DLS）法、電気抵抗ナノパルス法、吸光光度法、

誘導結合（ICP）発光分光分析法などを使用して、液

体試料中のナノ粒子の濃度と平均直径を測定した。そ

の結果、同じ液体試料を使用した場合でもそれら測定

値が測定法によって各々異なった上、測定法によって

は装置内でナノ粒子の吸着が生じて再現性が不十分で

あったり、ナノ粒子の濃度が測定法で本来可能とされ

る範囲に無かったりしたために十分な信頼性をもって

測定することが困難であることが確認された。以上に

より、本テーマで対象とするナノ粒子の測定に対する

各計測法の特性を理解するともに、高精度なナノ粒子

測定を実現するために必要な実験条件や今後解決すべ

き測定法の課題を明らかにした。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］微細加工、ナノインプリント、スクリー

ン印刷、マイクロ流体デバイス、ナノ粒

子、流体シミュレーション 
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６）地質調査総合センター 
（GSJ: Geological Survey of Japan） 

 

総 合 セ ン タ ー 長：矢野 雄策 

総合センター長補佐：牧野 雅彦 

 

概 要： 

 地質調査総合センターは、独立行政法人通則法第35

条の5の認可を受けた中長期計画に基づき、地質の調査

に係る研究と開発及びこれらに関連する業務を行う。地

質調査総合センター長は、総合センターにおける業務の

統括管理を行っている。また、各研究領域間の融合を推

進し、業務を実施している。 

 

① 地質調査総合センター研究戦略部 
（Research Promotion Division for Geological Survey 

of Japan） 

 

研究戦略部長：中尾 信典 

研究企画室長：森田 澄人 

 

所在地：つくば中央第1、つくば中央第7 

人 員：10名（9名） 

概 要： 

 研究戦略部は、地質調査総合センターにおける研究

と開発及びこれらに関連する業務に係る基本方針の企

画、立案、総合調整を行う。研究戦略部長は、地質調

査総合センターにおける業務の管理及び研究戦略部の

業務を統括管理するとともに、人事マネジメント及び

人材育成に係る業務を統括している。また、研究領域

間の融合に係る業務を行う。 

--------------------------------------------------------------------------- 

地質調査総合センター研究企画室 

（Research Planning Office for Geological Survey of 

Japan） 

概 要： 

 研究企画室は、地質調査総合センターにおける研究

の推進に関する業務を行っている。具体的には以下の

とおり。 

1．地質調査総合センターの運営に関する業務 

2．原課及びその他関係機関との調整に関する業務 

3．国際連携に関する業務 

4．国内連携に関する業務 

5．技術研究組合に関する業務 

6．地震・火山噴火等の自然災害に対する緊急対応 

 これら業務の結果として、傑出した研究成果の創出、

知的基盤としての地質情報整備、外部研究資金獲得の

増加、所内外及び海外での関係機関との連携と総合セ

ンターの存在アピール向上に貢献している。 

1．については、研究戦略や予算編成等の基本方針の

策定、年度計画・年度実績の取りまとめ、プロジェク

トの企画と総合調整、ユニット間の連携の推進等を行

っている。 

2．については、経済産業省等の省庁原課との連携調

整に関する業務全般、視察への対応等を行っている。 

3．については、地質調査総合センター（GSJ）とし

ての MOU 締結等、海外の地球科学研究機関との連

携に関する業務、海外からの研修生の受け入れ、その

他国際機関や国際会議への対応等を推進している。 

4．については、産業技術連携推進協議会の講演会の

開催、地質情報展などのアウトリーチ活動、テクノブ

リッジフェア出展のとりまとめを行う等、外部機関と

の連携の強化を図っている。 

5．については、平成28年度に立ち上がった二酸化炭

素地中貯留技術研究組合で、長期モニタリング技術の

開発、長期挙動予測手法の開発、地層安定性評価手法

の開発等を引き続き担当した。 

6．については、災害発生に際して社会的要請に応じ

て緊急調査の実施及び成果の発信に係る業務を行って

いる。平成29年度は、霧島新燃岳噴火に関して、各

ユニットとの連携のもと、現地調査のための研究者の

派遣やマスコミ対応に関する支援、ホームページを通

じた情報発信等を実施した。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2018/3/31現在） 

［地質調査総合センター研究企画室］ 

研究企画室長 森田 澄人 

［国際連携グループ］ 

グループ長 内田 利弘 

［国内連携グループ］ 

イノベーションコーディネータ 斎藤 眞 

--------------------------------------------------------------------------- 

 

②【活断層・火山研究部門】 
（ Researth Institute of Earthquake and Volcano 

Geology） 

（存続期間：2014.4〜） 

研究部門長：桑原 保人 

副研究部門長：増田 幸治 

副研究部門長：伊藤 順一 

首席研究員：岡村 行信 

首席研究員：篠原 宏志 

総括研究主幹：山元 孝広 

研 究 主 幹：星住 英夫 

 

所在地：つくば中央第七 

人 員：67名（67名） 

経 費：1,271,868千円（453,299千円） 

 

概 要： 
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（1）部門のミッション 

 活断層・火山研究部門は、2014年（平成26年）4

月に設置された研究部門である。設置の背景として

は、2011年東日本大震災以後、地震・火山噴火等の

大規模自然災害への社会的関心が高まり、より精度

の高い地震・津波や火山情報の提供への期待が大き

くなっていること、原子力施設の立地・廃止・廃

棄・最終処分の安全規制等に関わり、より長期的な

視点での地質変動予測研究に対しての行政・社会ニ

ーズも増加していることがあった。本部門は、これ

らのニーズに応えるため、地震、火山、長期的な地

質変動の研究の発展を図ることとされ、そのミッシ

ョンは下記の通りである。これは、2015年度から始

まる産総研第4期中期計画の「レジリエントな社会

基盤の構築に資する地質の評価」に対応する。 

① 地質の調査や観測を基に、我が国およびアジア太

平洋地域も含めた地震・火山・長期地質変動に関す

る地質情報の整備・社会への提供を行う。 

② 地震・火山・長期地質変動のプロセス・予測手法

の組織的な研究によって社会の災害リスクの軽減に

貢献する。 

③ 我が国の地震火山の調査研究の施策、原子力施設

の立地・廃止・廃棄・最終処分のための安全規制施

策に貢献する。 

（2）重点課題と研究概要 

 第4期中期目標・計画達成のため、1）活断層評価

および災害予測手法の高度化、2）海溝型地震評価の

高度化、3）火山活動予測の高度化、4）放射性廃棄

物地層処分の地質環境評価、を4つの重点課題として

研究を進めた。また、これまでも進めてきたアジア太

平洋地域の地震火山情報整備についても、当部門での

重要的に取り組む課題として設定した。さらに、地震

や火山に関わる突発災害が起こった場合には、その後

の現象の推移の予想や、その時にしか得られないデー

タの取得のための緊急調査を実施することも重要な任

務である。 

 それぞれの重点課題の中で、外部資金による研究を

交え、下記の研究を実施した。 

1）内陸地震に関しては、陸域・沿岸海域の4断層帯

の基盤的な調査に加え、2016年熊本地震に関する

布田川断層帯・日奈久断層帯について4地域で調査

を行った。また関東地域のテクトニックマップを取

りまとめると同時に、関東地域の基盤構造の解明、

活断層の変形予測手法開発を進めた。 

2）海溝型地震に関しては、千島・日本海溝・相模ト

ラフ・南海トラフでの地震・津波履歴情報、津波堆

積物データベースの整備を進めた。また南海トラフ

の深部すべり等のモニタリングを行い、深部すべり

履歴データの整備および地下水観測感度の向上のた

めの北勢観測井の井戸の密閉化を行い、観測感度

10倍程度を実現させた。 

3）火山に関しては、八丈島火山の地質図の最終とり

まとめを行い、また防災上重要な7火山の火山地質

図の整備等を目指して、3火山の調査を進めた。ま

た噴火推移評価手法開発のため、現地での火山ガス

観測を行い、大規模噴火に関わる岩石学的研究を進

めた。また噴火噴出物の系統的な解析方法を提示す

るための「火山灰カタログ」の作成も進めた。 

4）放射性廃棄物地層処分の地質環境評価の研究に関

しては、超長期（100万年）の将来にわたる地質変

動および地下水・深部流体が処分場に及ぼす影響の

将来予測・評価手法の開発に向け、沿岸地域での海

水準変動に伴う地下水流動のモデル化や、岩盤の隆

起速度の高精度評価手法の開発などを行った。 

 また、アジア太平洋地域の地震火山情報整備につ

いては、「東アジア地域地震火山情報図」の内容を

WEB 上で公開し、さらに追加情報の整備を進めた。 

 2017年度の緊急調査としては、2018年1月草津白

根火山、3月霧島山新燃岳の噴火について、調査解

析等を実施した。 

（3）成果の発信 

 上記の調査研究の成果については、内外の学術論

文や産総研発行の地質図、研究報告、外部機関の調

査報告書等での公表のほか、プレスリリースの実施

や GSJ 地質ニュース、部門ニュースでの研究紹介の

執筆、また、特に緊急調査に関しては産総研ホーム

ページ上で速やかな情報発信を行った。また、研究

成果を行政に直接的に生かすための活動として、自

治体の防災施策の中に地質情報を適確に活用し行く

ための自治体職員研修（5県から6名、ジオパーク関

係者2名の参加）や気象庁職員（4名）への火山灰の

分析・解析研修を実施した。一般への成果普及とし

て、研究紹介のためのイベント出展や、報道への積

極的な対応も行った。 

--------------------------------------------------------------------------- 

外部資金： 

 

石狩低地東縁断層帯（沿岸海域）の調査（内陸及び沿岸

海域の活断層調査）（文部科学省 受託研究 科学技術基

礎調査等委託事業） 

 

鴨川低地断層帯の調査（内陸及び沿岸海域の活断層調

査）（文部科学省 受託研究 科学技術基礎調査等委託事

業） 

 

糸魚川－静岡構造線断層帯（北部区間）の調査（内陸及

び沿岸海域の活断層調査）（文部科学省 受託研究 科学

技術基礎調査等委託事業） 

 

地域評価のための活断層調査（関東地域）（文部科学省 
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受託研究 科学技術基礎調査等委託事業） 

 

火山噴火の予測技術の開発「火山噴出物分析による噴火

事象分岐判断手法の開発」（文部科学省 受託研究 次世

代火山研究推進事業） 

 

平成28年熊本地震を踏まえた総合的な活断層調査（文

部科学省 受託研究） 

 

活断層帯から生じる連動型地震の発生予測に向けた活断

層調査研究（文部科学省 受託研究 科学技術基礎調査等

委託事業）  

 

火山噴火の予測技術の開発「噴火履歴調査による火山噴

火の中長期予測と噴火推移調査に基づく噴火事象系統樹

の作成」（文部科学省 受託研究 次世代火山研究推進事

業） 

 

平成29年度原子力発電施設等安全技術対策委託費自然

事象等の評価手法に関する調査事業（原子力規制庁 受

託研究）  

 

平成29年度原子力施設等防災対策等委託費火山影響評

価に係る技術知見の整備（原子力規制庁 受託研究）  

 

火山ガス組成および火山灰モニタリング技術の開発（科

学技術振興機構 受託研究 戦略的イノベーション創造プ

ログラム【SIP】レジリエントな防災・減災機能の強

化） 

 

浅部スロー地震域は津波波源域？1662年日向灘地震の

地球物理学・地質学的検証（日本学術振興会 科学研究

費 基盤研究（C）） 

 

マグマ中ガス成分濃度測定に基づく噴火開始条件の解明

（日本学術振興会 科学研究費 基盤研究（C）） 

 

多面的アプローチによる地球浅部の温度不均質構造解明

に関する研究（日本学術振興会 科学研究費 基盤研究

（C）） 

 

津波堆積物の古生物学的・堆積学的・化学的アーカイブ

の構築（日本学術振興会 科学研究費 基盤研究（C）） 

 

岩石強度の時間変化メカニズムに対する水の影響の解明

（日本学術振興会 科学研究費 基盤研究（C）） 

 

火山ガス観測による水蒸気爆発噴火の推移予測研究（日

本学術振興会 科学研究費 基盤研究（C）） 

 

巨大カルデラ噴火のマグマ溜まりにおける噴火準備過程

の解明（日本学術振興会 科学研究費 基盤研究（C）） 

 

海溝型巨大地震発生の理解と予測を目指した粘弾性地震

発生サイクルシミュレーション（日本学術振興会 科学

研究費 若手研究（B）） 

 

正しい K-Ar 年代値とは何か？－アルゴン初期値の質量

分別に関する検討（日本学術振興会 科学研究費 若手研

究（B）） 

 

マグマ脱ガス圧力変動解析に基づく噴火推移過程の解明

（日本学術振興会 科学研究費 基盤研究（B）） 

 

火山体崩壊：マグマ供給系及び噴火様式への影響（日本

学術振興会 科学研究費 基盤研究（C）） 

 

動的応力変化による地震の誘発されやすさの定量的評価

（日本学術振興会 科学研究費 若手研究（B）） 

 

河床礫と三次元流路形状にもとづく河川遷急点に着目し

た河床縦断形変化の速度論的解明（日本学術振興会 科

学研究費 若手研究（B）） 

 

地殻ダイナミクス－東北沖地震後の内陸変動の統一的理

解－（日本学術振興会 科学研究費 新学術領域研究（研

究領域提案型）） 

 

異なる時空間スケールにおける日本列島の変形場の解明

（日本学術振興会 科学研究費 新学術領域研究（研究領

域提案型）） 

 

観察・観測による断層帯の発達過程とミクロからマクロ

までの地殻構造の解明（日本学術振興会 科学研究費 新

学術領域研究（研究領域提案型）） 

 

岩石変形実験による地殻の力学物性の解明：流体の影響

（日本学術振興会 科学研究費 新学術領域研究（研究領

域提案型）） 

 

地殻流体の実態と島孤ダイナミクスに対する役割の解明

（日本学術振興会 科学研究費 新学術領域研究（研究領

域提案型）） 

 

地殻流体の実態と島弧ダイナミクスに対する役割の解明

（日本学術振興会 科学研究費 新学術領域研究（研究領

域提案型）） 

 

測地観測によるスロー地震の物理像の解明（日本学術振

興会 科学研究費 新学術領域研究（研究領域提案型）） 
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浅部マグマ過程のその場観察実験に基づく準リアルタイ

ム火山学の構築（日本学術振興会 科学研究費 基盤研究

（S）） 

 

地殻応力永年変動（日本学術振興会 科学研究費 基盤研

究（A）） 

 

強震動と液状化の複合作用を受けるライフラインネット

ワークの被害推定システムの開発（日本学術振興会 科

学研究費 基盤研究（A）） 

 

遠隔操作の多項目観測による西之島形成プロセスの解明

（日本学術振興会 科学研究費 基盤研究（A）） 

 

動力学的震源を活用した地震ハザード評価の新展開（日

本学術振興会 科学研究費 基盤研究（B）） 

 

複合測地データを活用した震源断層即時推定システムの

開発（日本学術振興会 科学研究費 基盤研究（B）） 

 

大陸誕生：ケルマディック弧と小笠原弧からの検証（日

本学術振興会 科学研究費 基盤研究（B）） 

 

非火山域における深部流体の起源と上昇過程（日本学術

振興会 科学研究費 基盤研究（C）） 

 

地中熱利用システム普及による地下熱環境への影響予測

と監視手法の確立（日本学術振興会 科学研究費 基盤研

究（C）） 

 

盆地端部でのやや短周期パルス地震動の増幅を考慮した

地震危険度評価手法に関する研究（日本学術振興会 科

学研究費 基盤研究（C）） 

 

南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト（海洋研究開

発機構 受託研究） 

 

西南日本弧におけるアンチモン濃集プロセスの解明（日

本鉱業振興会試験研究） 

 

発 表：誌上発表102件、口頭発表263件、その他74件 

--------------------------------------------------------------------------- 

活断層評価研究グループ 

（Active Fault Research Group） 

研究グループ長：宮下 由香里 

（つくば中央第七） 

概 要： 

 将来発生する内陸地震の規模や時期を予測すること

を目的として、全国の陸上および沿岸海域の活断層を

対象に、活断層の位置や形状を詳細に把握し、過去の

活動履歴を明らかにするための各種調査研究を実施す

る。また、隣接する活断層が同時に活動して地震規模

が大きくなる可能性や、地形表現が不明瞭なため通常

の調査では認定しにくい活断層についても、新たな調

査・評価手法とこれらに必要な年代測定手法の開発研

究を行う。調査の結果得られたデータは、文部科学省

の地震調査研究推進本部に提出し、国としての活断層

評価に活用するほか、既存の研究成果とともに「活断

層データベース」へ収録し、インターネット上で公開

する。さらに、大地震が発生した場合には、地表に現

れた断層のずれ等の地殻変動を把握するため、速やか

に緊急調査を実施し、結果を公表する。 

研究テーマ：テーマ題目1 

 

地震テクトニクス研究グループ 

（Seismotectonics Research Group） 

研究グループ長：今西 和俊 

（つくば中央第七） 

概 要： 

 本研究グループは地震が発生する場や発生にいたる

プロセスを断層岩の地質調査、室内岩石実験、数値シ

ミュレーション、地震観測・解析など多面的なアプロ

ーチにより解明し、地震の規模等の予測精度を向上さ

せるための技術確立を目指す。具体的には、高分解能

地殻応力場の解明と造構造場の研究に基づく地震テク

トニックマップの作成、脆性から塑性に至る断層変形

プロセスの室内実験およびフィールド調査による解明、

地震発生の物理モデルに関する研究を実施する。さら

に、グループのコア技術やグループ員のポテンシャル

を生かしたプロジェクト研究に積極的に貢献するとと

もに、南海トラフの深部構造・応力状態解明のための

地震観測の維持なども行っている。これらの成果は論

文・データベースなどを通じて社会に発信する。 

研究テーマ：テーマ題目2、テーマ題目3 

 

地震地下水研究グループ 

（Tectono–Hydrology Research Group） 

研究グループ長：松本 則夫 

（つくば中央第七） 

概 要： 

 南海トラフ地震の短期・中期予測をめざして地下水

および地殻変動の観測および解析を実施するとともに、

国の南海トラフ地震に関するモニタリング事業および

地震調査研究業務を分担している。東海・近畿・四国

地域を中心に全国で50以上の観測点において地下水

の水位・水圧・水温等を観測し、一部の観測点では、

歪・傾斜・GNSS による地殻変動や地震の同時観測

も行っている。これは、地震予測研究のための地下水

観測網としては質・量において世界有数のものである。

観測データは通信回線等を通じて当グループに送信さ
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れ、それらのデータを用いて南海トラフ巨大地震の予

測精度向上に不可欠な深部ゆっくりすべりや深部低周

波微動のモニタリングや地下水等の変動メカニズム解

明のための研究などを行っている。特に重要なデータ

は気象庁にリアルタイムで送られて南海トラフ地震の

モニタリングのための監視データとなっている。観測

結果は、解析手法とともにホームページを通じて公開

しており（https://gbank.gsj.jp/wellweb/）、南海トラ

フ沿いの地震に関する評価検討会・地震調査委員会・

地震予知連絡会にデータを報告・説明している。 

研究テーマ：テーマ題目4 

 

海溝型地震履歴研究グループ 

（Subduction Zone Paleoearthquake Research 

 Group） 

研究グループ長：宍倉 正展 

（つくば中央第七） 

概 要： 

 海溝型地震は2011年東北地方太平洋沖地震のよう

にまれに巨大化し、大きな津波を発生させることがあ

る。そのような巨大地震は数百年以上の長いくり返し

間隔を持つため、正確な規模や長期的な発生時期を予

測するには、過去にどのような地震や津波が起きてい

たのかを数千年オーダーで遡って解明する必要がある。

そこで海溝型地震履歴研究グループでは、歴史記録や

地形・地質に記録された痕跡の調査から、過去の海溝

型巨大地震の発生時期や規模を解明し、地球物理学的

な検討を通して震源域・波源域を復元する研究を行っ

ている。特に東日本大震災以降は、最大クラスの地震

や津波の評価に資する具体的な地形、地質データの提

示によって今後の想定に役立てること、またそのため

の津波堆積物の識別精度の向上を目指している。各地

で得られたデータについては、津波堆積物データベー

スで web 公開していき、被害予測に貢献する成果を

社会に提供している。 

研究テーマ：テーマ題目5 

 

地震災害予測研究グループ 

（Earthquake Hazard Assessment Group） 

研究グループ長：阿部 信太郎 

（つくば中央第七） 

概 要： 

 地震災害の軽減を目指し、地質学、地球物理学、地

震学、地震工学の融合を意識しながら、地盤変形、地

下構造、強震動、震源破壊過程に関する研究に取り組

む。地盤変形に関する研究では、陸域および海域に分

布する活断層を対象とし、地盤変形予測手法の開発と

実フィールドへの適用性の検討をすすめる。地下構造

と強震動に関する研究では、陸域および海域の地下構

造調査データに基づき、既往の地震を対象に解析手法

を検証しながら断層の深部形状も含めて基盤構造と地

震動に関する考察を行う。震源断層の破壊過程に関す

る研究では、断層形状と広域応力場に基づく動力学的

破壊シミュレーションの高度化をすすめる。 
研究テーマ：テーマ題目6 

 

火山活動研究グループ 

（Volcanic Activity Research Group） 

研究グループ長：石塚 吉浩 

（つくば中央第七） 

概 要： 

 中期的な火山噴火予測のため、活動的火山の噴火履

歴・成長史を解明し、将来の活動様式・時期を予測す

るとともに、火山地質図を作成する。また、長期的な

火山活動場変遷の規則性を明らかにするために、日本

の第四紀火山活動の時間空間分布を明らかにする研究

を実施する。これらに加え、年代測定法や化学分析法

などの技術開発および高度化を行うとともに実測定を

実施し、物質科学的な見地から火山の総合理解を深め

る。火山噴火あるいは火山活動時においては、社会的

要請に応えるための組織的かつ機動的な緊急調査を実

施する。また、地質調査総合センター全体で実施する

陸域地質図プロジェクトのコアグループの一つとして、

新生代火山岩地域における地質図幅の作成を行う。こ

れらの研究成果は、論文・地質図・データベースなど

を通じて社会に発信する。 

研究テーマ：テーマ題目7、テーマ題目8、テーマ題目9、

テーマ題目12、陸域地質図（地質情報研

究部門テーマ題目） 

 

マグマ活動研究グループ 

（Magmatic Activity Research Group） 

研究グループ長：田中 明子 

（つくば中央第七） 

概 要： 

 火山活動の推移予測に資する、噴火機構・マグマ供

給系の物理化学モデルの構築を目指し、マグマ系にお

ける化学反応・力学過程などの素過程の実験・理論的

研究と活動的火山の観測・調査に基づくマグマ活動の

把握及びモデル構築を行う。具体的には、火山ガス放

出量・組成観測、放熱量観測、地殻変動観測など活火

山の観測研究と、メルト包有物や斑晶組織・組成の解

析によるマグマの性質と進化の研究、地質調査に基づ

く岩脈貫入や噴火時系列の解析、測定・実験技術・観

測手法・データ解析手法などの開発・確立・改良、高

温高圧実験などを実施する。これらの研究成果は、論

文等を通して社会に還元されるほか、火山噴火予知連

にも報告され、火山活動の評価などの基礎資料として

も用いられる。 

研究テーマ：テーマ題目10、テーマ題目12 
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大規模噴火研究グループ 

（Caldera Volcano Research Group） 

研究グループ長：下司 信夫 

（つくば中央第七） 

概 要： 

 大規模噴火の短期的・長期的な噴火の準備過程及び

駆動メカニズムの解明とそれを用いた大規模火山の噴

火活動評価を行うため、国内外の大規模カルデラ火山

を主な対象とする地質学的・岩石学的及び力学的な研

究を推進する。大規模噴火による噴出物や火山構造に

対する地質学的手法による噴火プロセスの復元や噴出

量・噴出率等の基礎的な噴火パラメータの推定を行う

とともに、噴出物に対する岩石学的解析や、天然の噴

出物を用いた高温高圧実験、熱力学計算に基づく大規

模噴火のマグマ溜りの深さや大きさ、温度条件等に関

する制約を与える。これらの実際の大規模火山におけ

る観測量を用いて、マグマ溜りの活動に起因する地殻

変動等のモデルを構築し、大規模火山のマグマ供給系

の活動評価を行う。これらの研究成果は、論文等を通

して社会に還元されるほか、原子力規制庁による原子

力施設に対する噴火影響評価に対する基礎資料として

も用いられる。 

研究テーマ：テーマ題目11、テーマ題目12 

 

地質変動研究グループ 

（Geodynamics Research Group） 

研究グループ長：塚本 斉 

（つくば中央第七） 

概 要： 

 日本列島における、長期的な地殻変動（隆起・沈

降・侵食・堆積・地震・断層・火山・火成活動など）

の基礎的理解を深めることを目的として、隆起・侵食

速度やそのメカニズムに関する研究、地質・地形学的

手法による第四紀地殻変動の研究、地震・断層活動の

解析による地殻応力場の推定やその変遷史の研究、断

層活動とその水理特性との関係性を検討するための実

験岩石学的研究、第四紀火山の地質・岩石学・鉱物学

的研究を行う。これらの調査結果による知見や各種の

調査手法開発による研究結果は、地質環境の長期変動

予測や安定性評価手法の開発に応用される。さらに、

原子力規制委員会による放射性廃棄物の埋設処分（中

深度処分や地層処分など）の安全審査時のバックデー

タとして活用され、国による安全規制を科学的にサポ

ートする。 

研究テーマ：テーマ題目13、テーマ題目16 

 

深部流体研究グループ 

（Crustal Fluid Research Group） 

研究グループ長：森川 徳敏 

（つくば中央第七） 

概 要： 

 日本列島各地における浅層－深層地下水、温泉、ガ

スなどを調査し、その起源、成因や流動状態を解明す

るための手法を開発することにより、深層に存在する

地下水系や深部流体の流動や循環を明らかにすること

を目的とする研究を行う。具体的研究手法は、地下

水・ガスの各種化学・同位体組成からわかる地下水や

ガスの物質収支および形成機構の解明、希ガス同位体

等を用いた超長期地下水年代測定、地質や地質構造と

深層地下水流動の関係を明らかにする GIS ベースの

DB 開発などである。これらの調査結果による知見や

各種地下水調査手法開発による研究結果は、深層地下

水系の長期変動予測や安定性評価の開発に応用される。

さらに、原子力規制委員会による放射性廃棄物地層処

分の安全規制ガイドライン作成等に活用され、国によ

る安全審査を科学的にサポートする。 

研究テーマ：テーマ題目14 

 

水文地質研究グループ 

（Hydrogeology Research Group） 

研究グループ長：伊藤 一誠 

（つくば中央第七） 

概 要： 

 放射性廃棄物の処分において重要な地下100～数

100 m 程度までの深度における地下水流動とその長

期的変動、物質移行特性の調査・評価手法の研究を行

う。放射性廃棄物の処分の安全規制に関わる支援研究

として、原子力規制庁からの委託研究「自然事象等の

長期予測に関する予察的調査」により、地質学的変

動・海水準変動等を考慮した地下水流動系の評価手法

と、水文学的データと数値解析手法を用いた地下環境

の変動予測手法の研究を実施する。また、交付金を活

用し、福島第一原子力発電所における汚染水問題の研

究、関東平野の広域地下水流動系の研究、地下水の

36Cl 年代を用いた堆積岩地域や富士山の地下水流動

に関する研究、岩石の化学的浸透現象に関する研究、

岩石の空隙構造と透水性に関する研究、水理－力学連

成シミュレーション等の研究を実施する。 

研究テーマ：テーマ題目15 

--------------------------------------------------------------------------- 

［テーマ題目1］活断層評価の研究・活断層データベー

スの研究 

［研究代表者］宮下 由香里（活断層評価研究グルー 

プ） 

［研究担当者］宮下 由香里、粟田 泰夫、吾妻 崇、

丸山 正、近藤 久雄、東郷 徹宏、 

白濱 吉起、宮本 富士香、飯尾 由子 

（常勤職員7名、他2名） 

［研究内容 ］ 

 活断層評価の高精度化および評価手法の高度化を図る
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ため、今年度は下記の研究を実施した。 

1）国内の主要活断層帯の長期評価の高精度化のため、

文科省委託調査として、鴨川低地断層帯（千葉県）、

糸魚川－静岡構造線断層帯（北部区間：長野県）、沼

田断層（群馬県）について、地形地質調査と古地震調

査を実施し、既存評価を改定する古地震パラメータを

取得した。 

2）昨年度に引き続き、2016年熊本地震の地表地震断層

を含む地表変状の認定・記載とマッピングを行った。

結果は、学会等で迅速に公表した。 

3）2016年熊本地震発生の影響を受け、地震活動が活発

化したと推定される領域に存在する日奈久断層帯未破

壊区間の地震切迫度を高精度で評価するため、文科省

委託調査として、同断層帯の日奈久区間において古地

震調査を実施した。また、昨年度実施したトレンチ調

査の際に壁面から採取した試料の火山灰分析、放射性

炭素年代測定を実施し、古地震履歴をより高精度で限

定した。 

4）2016年熊本地震の震源断層のひとつである布田川断

層帯布田川区間の北東延長部（南阿蘇村）と南西延長

部（宇都区間：益城町）において古地震調査を実施し

た。その結果、両地点において、これまで知られてい

なかった古地震履歴を明らかにした。 

5）連動型地震の評価手法開発のため、文科省委託調査

として、糸魚川－静岡構造線断層帯（北部区間）等に

おいて古地震調査を実施し、基礎データとなる最新活

動時期と地震時変位量、平均変位速度等を明らかにし

た。 

6）重要地域の活断層の調査として、昨年度山口県周防

大島町において掘削したボーリングコア試料の年代測

定を実施した。 

7）宇宙線生成核種を用いた年代測定手法の高度化のた

め、中国の山西地溝帯及び千屋断層帯周辺の断層につ

いて、地形地質調査と試料採取・分析を実施した。 

8）放射性炭素年代測定のトレンチ調査への応用的適用

例として、熊本県日奈久断層帯のトレンチ壁面から採

取した連続試料について、放射性炭層年代測定を実施

した。 

9）地形表現が不明瞭な活断層の評価手法の開発を目的

として、高解像度地形データを用いた地形解析手法の

確立の研究を実施した。 

10）調査結果の普及と有効活用の目的で公開中の活断

層データベースについて、10–1）断層セグメント検

索画面での背景画像の追加、10–2）画面表示機能の

高速度化、10–3）活断層位置情報のタイル化、10–

4）調査地点写真データの登録、10–5）学術論文、地

震本部の地域評価結果、調査報告書の精査及びデータ

ベース登録フォーマットへの変換を実施した。また、

活断層データベースの活用方法について、産総研テク

ノブリッジで解説した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］活断層、地震、古地震、評価、データベ

ース 

 

［テーマ題目2］地震テクトニクスの研究 

［研究代表者］今西 和俊（地震テクトニクス研究グル

ープ） 

［研究担当者］今西 和俊、重松 紀生、高橋 美紀、

内出 崇彦、大谷 真紀子、 

北村 真奈美、香取 拓馬、 

松下 レイケン、中井 未里 

（常勤職員5名、他4名） 

［研究内容 ］ 

1）高分解能地殻応力場の解明と造構造場の研究 

 地 殻 応 力 場 デ ー タ ベ ー ス

（ https://gbank.gsj.jp/crstress/index.html）に最新

の S 波異方性データを追加するとともに、地震の発

震機構解を表示できる機能を追加し、公開した。震源

域の応力状態とそこで発生する地震の発生様式を明ら

かにするため、2014年長野県北部の地震の解析を進

めた。特に前震活動の震源特性を詳しく調べたところ、

通常の地震と異なり、モーメントマグニチュード

（Mw）1.5以下で震源パラメータの相似則が崩れるこ

とが明らかとなった（Imanishi and Uchide, GRL, 

2017）。また、適切な応力場と断層形状を与え、動的

破壊シミュレーションにより、本震の破壊過程の再現

にも成功した（Ando et al., EPS, 2017）。 

2）脆性から塑性に至る断層変形プロセスの解明 

 地質調査と高温・高圧下での摩擦実験を組み合わせ、

三重県飯高町中央構造線における断層強度プロファイ

ルを明らかにした。中央構造線粟野－田引露頭周辺に

おいて、3次元的地質モデルを構築し、左横ずれの古

い構造をより新しい右横ずれの構造が切断すること、

左横ずれの構造がその形成中に脆性―塑性遷移を経験

し、その際に幅10 m 程度の領域に変形する状況を明

らかにした。そのほか、アルパイン断層掘削に関して、

3編の共著論文（アルパイン断層上盤の温度構造モデ

ル（Sutherland et al., Nature, 2017）、掘削結果に基

づく物理検層等測定結果（Townend et al., G3, 2017）、

掘削で得られたカッティングス解析結果（Toy et al., 

NZ. J. Geol. Geopys, 2017））、中央構造線に関しては

2編の共著論文（カタクレーサイト化に伴う変質

（Kaneko et al., InTec, 2017）、掘削孔の各種水理観

測 に 基 づく断 層 の 透水構 造 （ Matsumoto and 

Shigematsu, EPS, 2018））が公表された。 

3）地震発生の物理モデルの研究 

 粘弾性緩和応答の効果を導入した地震発生サイクル

計算に関して、等価体積力法と呼ばれる手法が計算高

速化手法である H 行列法と相性が良いことを見出し、

一番の課題であった計算量の削減に成功した。この手
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法を用いて昭和東南海・南海地震後の周囲の応力の時

間変化を求めた。また、茨城県北部・福島県浜通りに

おける地震の震源スペクトル解析により、微小地震の

モーメントマグニチュード（Mw）を精密に決定し、

気象庁マグニチュード（Mj）と比較した結果、Mj が

Mw に比べて系統的に小さいことを発見した（Uchide 

and Imanishi, JGR, 2018）。2016年大韓民国慶州

（キョンジュ）地震については、韓国地質資源研究院

（KIGAM）と共同研究を実施した（Uchide and 

Song, GRL, 2018）。本震（ML 5.8）と最大前震（ML 

5.1）について、強震波形を用いた断層すべりインバ

ージョン解析を行った結果、応力降下量が平均で15 

MPa 以上の高い値を持つことを示した。 

4）超臨界地熱開発域における誘発地震の発生ポテンシ

ャル研究 

 地下深部で誘発地震を抑制しながら貯留層を保持も

しくは形成する技術の開発のため、高温下での花崗岩

の変形挙動について実験した。650 ℃を超える高温

では破壊時の変形の加速が抑えられる傾向があり、低

温での局所化した剪断に比べれば剪断は試料全体に細

かく分布していることが示された。また、葛根田地熱

発電所において臨時観測を立ち上げ、データ蓄積を開

始した。 

5）地下水等モニタリング施設の維持管理 

 産総研の保有する地下水等観測施設の地震計に関わ

る部分の観測維持とデータの整理を行った。このデー

タは他機関のデータと合わせて気象庁により一元化処

理され、その結果は地震調査推進本部による「地震活

動の総合的な評価」等に活用されている。また、観測

点の見直しにより王滝観測点周辺の3ヵ所で行ってい

た観測点を廃止することになり、廃止に伴う各種対応

を行った。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］テクトニクス、応力場、地震発生物理モ

デル、脆性－塑性遷移、中央構造線、高

温高圧、超臨界地熱、誘発地震 

 

［テーマ題目3］関東地域における地震テクトニックマ

ップの試作 

［研究代表者］今西 和俊（地震テクトニクス研究グル

ープ） 

［研究担当者］今西 和俊、内出 崇彦、大谷 真紀子、

松下 レイケン、中井 未里、 

阿部 信太郎、堀川 晴央、大坪 誠、

桑原 保人、石田 瑞穂、杉山 雄一、

宮川 歩夢（地質情報研究部門） 

（常勤職員8名、他4名） 

［研究内容 ］ 

 将来起こり得る地震の規模や発生様式を含めたポテン

シャル評価を行う上で、応力情報や地形地質情報等をも

とに地震発生場の地域性を総合的に検討した地図（地震

テクトニックマップ）の整備が急務の課題である。今年

度は、昨年度まで独自に推定してきた関東地域の微小地

震の発震機構解に加え、気象庁の発震機構解、

Imanishi et al.（2012, GRL）、今西ほか（2013, 地震

2）の発震機構解をコンパイルし、関東地域の応力マッ

プの最終版を作成した。応力マップを作成する際には応

力テンソルインバージョンを使用することが多いが、今

年度は水平面内に作用する最大圧縮応力方位（SHmax）

と応力場のタイプを簡便に推定する方法を検討した。具

体的な手順は以下の通りである。 

（1）個々の地震について、SHmax 方位と応力場のタイ

プを推定する。SHmax 方位については、Zoback

（1992, JGR）に従い、P 軸、T 軸、B 軸の plunge

角から推定した。応力場のタイプについては、

Shearer et al.（2006, JGR）に従い、すべり角に基

づき推定した。推定されるパラメータ（fptype）は

−1～1の範囲を取り、正断層タイプの時に−1、横ず

れタイプの時に0、逆断層タイプの時に1となる。 

（2）10 km メッシュ毎に応力場を推定する。半径10 

km 以内の位置にある地震を抽出し、SHmax および

fptype の平均値を計算し、そのメッシュの応力場と

する。 

 推定された応力分布の特徴は、応力テンソルインバー

ジョンによる結果と調和的である。応力テンソルインバ

ージョン法と比較すると応力比を推定できない欠点があ

るが、断層面の選択をしないで済むという大きな利点が

ある。今後他地域に展開する際には、この方法をベース

とし、必要に応じて応力テンソルインバージョンを適用

することが妥当である。 

 その他、中国地域を新たな対象地域とし、地震データ

の分析を開始した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］地震テクトニックマップ、関東地域、応

力、地形地質情報、中国地域 

 

［テーマ題目4］地震地下水研究の研究、地下水観測維

持費、南海トラフ巨大地震予測のための

地下水等データ表示・解析システムの更

新 

［研究代表者］松本 則夫（地震地下水研究グループ） 

［研究担当者］松本 則夫、木口 努、北川 有一、 

落 唯史、武田 直人、板場 智史、 

佐藤 努、小泉 尚嗣（滋賀県立大学）、

梅田 康弘（京都大学名誉教授）、 

角森 史昭（東京大学）、頼 文基（台

湾国立成功大学） 

（常勤職員6名、他5名） 

［研究内容 ］ 

 本研究は、国の南海トラフ地震に関するモニタリング
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事業及び「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研

究計画の推進について（建議）」（文科省測地学分科会）

の地下水等総合観測による研究に相当し、平成21年度

より継続している。平成29年度に実施した内容は以下

の通りである。 

 産総研と防災科研および気象庁との共同研究により、

3機関のひずみ・地下水・傾斜データをリアルタイムで

共有して南海トラフ周辺地域の短期的ゆっくりすべり

（SSE）を解析するシステムの運用を継続した。2016

年11月～2017年10月の間に27の短期的 SSE の断層モデ

ルを決定した。 

 2016年に観測井戸をパッカーで密閉した三重県の北

勢観測点の水圧変化について引き続き研究を実施し、地

殻歪に対する水圧の感度が密閉前に比べて約10倍とな

ったことがわかった。また、伊勢湾付近での深部低周波

微動活動に同期した水圧変化は、上述の短期的 SSE の

断層モデルで計算した水圧変化と矛盾しないことがわか

った。 

 短期的 SSE の検出と断層すべり分布の時空間変化の

推定を同時に行う方法を提案した。シミュレーションデ

ータで検出精度を評価した結果、高い精度ですべり開始

時点・終了を推定し、また、従来法に比べすべり量の時

空間変化の推定精度の改善を確認した。さらに、実際の

歪データを用いて推定したすべり開始・終了時点は微動

発生期間と一致した。 

 東海・近畿・四国地域を中心に全国約50の観測点に

おいて、地下水位・水圧・水温等データおよび一部観測

点での歪・傾斜計等による地殻変動データの観測を継続

し、同データを地震予知連絡会報で報告すると共に「地

震に関連する地下水観測データベース WellWeb」

（https://gbank.gsj.jp/wellweb/）で毎日データを更新

し公開を継続した。また、更新が必要な地下水等データ

表示・解析システムのソフトウェアを最新のハードウェ

アや OS で稼働できるよう、改良を開始した。 

 台湾・国立成功大学との共同研究の一環として、水文

学的・地球化学的手法による地震予知研究についての日

台国際ワークショップを共催し、プロシーディングスを

公開した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］南海トラフ地震、地震火山観測研究計画、

ゆっくりすべり、地下水位 

 

［テーマ題目5］海溝型地震履歴の研究 

［研究代表者］宍倉 正展（海溝型地震履歴研究グルー

プ） 

［研究担当者］宍倉 正展、澤井 祐紀、行谷 佑一、

松本 弾、谷川 晃一朗、伊尾木 圭衣、

中村 淳路、竹田 大輔 

（常勤職員6名、他2名） 

［研究内容 ］ 

 海溝型地震は通常、数十年から百年程度のサイクルで

発生するが、数百年から千年に1度、まれに巨大化する

ことが知られ、2011年東北地方太平洋沖地震はその典

型例である。本研究テーマの目的は、海溝型巨大地震の

履歴を解明すること、および過去の巨大地震に伴う津波

や地殻変動を復元して地球物理学的検証から震源・波源

の断層を推定することである。平成29年度に実施した

内容は次の通りである。千島・日本海溝沿いでは、北海

道東部における17世紀の津波堆積物の採取および化学

分析、また断層モデルの検討のための地形調査およびデ

ータ整備をそれぞれ実施した。相模トラフ沿いでは千葉

県千倉低地の海岸段丘で採取された地質柱状試料の14C

年代測定から離水年代の見直しを行うとともに、高解像

度のデジタル地形データの解析を行い、旧汀線の自動抽

出技術を開発して段丘区分を再評価した。南海トラフ沿

いについては主に受託研究「南海トラフ広域地震防災研

究プロジェクト」において実施しているため、そちらを

参照いただきたい。海外では、カナダ地質調査所との共

同研究としてブリティッシュコロンビア州にて前年度ま

で行ってきた津波堆積物調査で得られた試料について、

分析を実施した。津波浸水履歴情報の整備として、津波

堆積物データベースでの web 公開に向け、主に青森県、

静岡県、三重県、高知県の各沿岸の調査で論文公表され

ている地質柱状図を整理した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］千島海溝、日本海溝、相模トラフ、南海

トラフ、海溝型地震、津波、地殻変動、

津波堆積物、断層モデル、データベース 

 

［テーマ題目6］地震災害予測の高度化に関する研究 

［研究代表者］阿部 信太郎（地震災害予測研究グルー

プ） 

［研究担当者］阿部 信太郎、堀川 晴央、吉見 雅行、

竿本 英貴、加瀬 祐子、大上 隆史、

森 宏（信州大学）、林田 拓己（建築

研究所）、木村 治夫（電力中央研究所）、

関口 春子（京都大学）、吉田 邦一

（地域地盤環境研究所） 

（常勤職員6名、他5名） 

［研究内容 ］ 

 本研究では、地震被害軽減に資するよう地震動予測お

よび断層運動に伴う地盤変形予測に関する調査・研究を

実施している。 

 地盤変形に関する研究では、断層長と断層変位に関す

る経験式（松田式）を3次元有限要素解析に組み込んだ。

本ツールを上町断層系に適用し、様々な広域応力場に対

する各断層面の応答を系統的に調べた。最大主応力軸方

位が N65W の場合、上町断層系の平均的な断層変位量

が最大となる結果を得た。また、実フィールドにおける

地盤変形を検討するため、文部科学省委託「内陸及び沿
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岸海域の活断層評価」で取得した沿岸海域のデータ解析

を進めた。長岡平野西縁断層帯（海域部）の浅層を対象

とした高分解能な地下構造断面にもとづいて、最近の断

層活動1回に伴う地盤変動を解明するとともに、1回の

断層活動に伴う地表の上下変位量を推定可能であること

を示した。 

 関東平野の基盤構造の解明については、3次元構造を

把握するため、既存の反射法地震探査結果およびその再

解析結果や先新第三系の基盤に達した坑井を拘束条件と

して重力異常データを解析した。解析にあたっては、重

力勾配テンソルの値や既往の情報から地下構造に不連続

があるとされるところには明示的に不連続構造を導入し

た。得られた結果では、東京都の東部において重力基盤

が浅くなっている箇所があることが示唆された。 

 震源断層の破壊過程に関する研究としては、活断層の

連動性について布田川断層帯・日奈久断層帯をケースス

タディーとして動力学的震源モデルを構築した。このモ

デルを用いたパラメータ・スタディの結果、破壊開始点

の位置により破壊領域が大きく異なり、日奈久区間高野

−白旗区間北東端に破壊開始点を置いたときに、2016年

熊本地震と同様の破壊過程を再現できることを示した。 

 活断層近傍の地震動予測の高度化のため、平成28年

度で終了した文部科学省受託「別府－万年山断層帯（大

分平野－由布院断層帯東部）における重点的な調査観

測」で作成した、別府湾周辺域の地下速度構造モデルの

検証を行った。また、文部科学省受託「平成28年熊本

地震を踏まえた総合的な活断層調査」に関連して、京都

大学防災研等との共同で、布田川断層帯・日奈久断層帯

周辺における微動・地震観測および反射法地震探査を実

施し、断層帯周辺の地下速度構造の概略を見積もった。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］地震動、地盤変形、反射法地震探査、重

力、関東平野 

 

［テーマ題目7］火山活動の研究 

［研究代表者］石塚 吉浩（火山活動研究グループ） 

［研究担当者］石塚 吉浩、中野 俊、石塚 治、 

及川 輝樹、山﨑 誠子、草野 有紀、

星住 英夫、松本 哲一、川邉 禎久

（常勤職員9名） 

［研 究 内 容］ 

 国の地震火山観測研究計画を分担し、日本の第四紀火

山活動の時間空間分布及び活動的火山の噴火履歴を明ら

かにするとともに、火山の総合理解を深める研究を実施

している。平成29年度は、活火山の白山火山で噴火履歴

調査を実施し、那須茶臼岳で1408-1410年噴火の火口近

傍噴出物と降下火山灰の対比を行い、伊豆大島で高精度

地形図を使用した側火山と溶岩流の噴出年代、分布およ

び形態についての調査を行った。また第四紀火山の時間

空間分布を明らかにするために、日光火山群及び伊豆半

島等に産する火山岩のAr/Ar年代測定を行い、また感度

法によるK-Ar年代測定システムの評価とより若い年代

測定のための技術検討のため、オレゴン州立大学におい

てAr/Ar年代測定による比較実験を実施した。霧島山新

燃岳2017年10月及び2018年3月の噴火、並びに草津白根

（本白根）山の2018年1月の噴火では、速やかに現地地

質調査を実施して噴火堆積物の現状把握を行い、得られ

た成果を火山噴火予知連絡会に報告すると同時に、HP

上や地質標本館で公開した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］第四紀火山活動、噴火履歴、年代測定、

活火山、噴火対応 

 

［テーマ題目8］火山地質図 

［研究代表者］石塚 吉浩（火山活動研究グループ） 

［研究担当者］石塚 治、下司 信夫、古川 竜太、 

及川 輝樹、山﨑 誠子、石塚 吉浩、

草野 有紀、三浦 大助（電力中央研究

所）、荒井 健一（アジア航測（株））、

竹下 欣宏（信州大学） 

（常勤職員8名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 火山噴火予知連絡会によって選定された「火山防災

のために監視・観測体制の充実等が必要な火山」（50火

山）を重点に、活動的火山の噴火履歴を野外地質調査

及び室内実験に基づき解明し、火山地質図として整備

している。平成29年度は、伊豆諸島の八丈島火山で海

域と陸域を統合した新たな形で火山地質図の最終とり

まとめを行った。北海道の恵山火山、中部地方の御嶽

火山及び関東地方の日光白根火山では、火山地質図作

成のための噴火履歴調査を昨年度に引き続き実施し、

噴出物の層序関係や放射性炭素年代等を得ることによ

り、噴火史に定量的な時間軸を入れた。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］活火山、噴火履歴、火山地質図、 

火山防災、噴火予測 

 

［テーマ題目9］火山データベース 

［研究代表者］石塚 吉浩（火山活動研究グループ） 

［研究担当者］中野 俊、川邉 禎久、宝田 晋治、 

石塚 吉浩、星住 英夫、古川 竜太、

及川 輝樹、山﨑 誠子、草野 有紀、

工藤 崇（地質情報研究部門） 

（常勤職員10名） 

［研 究 内 容］ 

 日本列島全域の第四紀火山活動及び活動的火山の噴火

履歴を明らかにするために、H25年度から「日本の火

山」データベースを整備・公開している。H29年度は第

四紀火山データに151枚の画像を追加し、最近の研究成

果から北海道の3火山を第四紀火山から除外して更新し
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た。また、詳細火山データ集に三宅島、岩手及び口永良

部島火山のデータを CD-ROM 版を修正して公開し、富

士火山の地質斜度図を追加公開した。1万年噴火データ

集では、阿蘇山に関するデータを公開し、択捉島の全8

火山に関するデータをとりまとめた。更に1/20万縮尺で

日本列島全域をカバーする全国火山図（H31年度公開予

定）では、中部、甲信越及び伊豆箱根地域において第四

紀火山のデータ編纂を行い、あわせて九州地域において

GIS データの校正を行った。また、これら GIS データ

をユーザーが簡便に利用できる閲覧活用システムの開発

を、北海道及び東北地方の火山を対象に進めた。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］活火山、第四紀火山活動、日本列島、 

噴火履歴、火山データベース 

 

［テーマ題目10］マグマ活動の研究 

［研究代表者］田中 明子（マグマ活動研究グループ） 

［研究担当者］篠原 宏志、田中 明子、斎藤 元治、

松島 喜雄、東宮 昭彦、風早 竜之介、

森田 雅明、大西 里佳、鈴木 敏弘

（常勤職員7名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 活動的な火山において放熱量等の熱的観測や電磁気的

観測を行い、地質構造や、他の地球科学的観測量を参照

しつつマグマ放熱過程のモデル化を行うことを目的にし

ている。広帯域MT法のデータを用いた3次元インバージ

ョンの再解析を行い、2016年度に求めた阿蘇火山の比

抵抗構造をリバイスした。再解析にあたって、第一火口

周辺の9観測点のデータを追加し、67観測点のうち人工

的ノイズの大きい9地点のデータを削除、鉛直方向のグ

リッドの再配置、地形データの再読み込みを行った。そ

の結果、海水準より浅い構造が評価できるようになり、

おおよそ15 kmの深度から第一火口へ至る円柱状の低比

抵抗域に代表される阿蘇火山のマグマ供給系の構造が明

確になった。また、マグマ活動を規制する地殻の不均質

構造をとらえるために、地殻熱流量・熱伝導率など熱構

造に関わるデータの測定・取集・コンパイルなどを行い、

データベースのプロトタイプを作成した。 

 マグマ供給系の長期的進化の解明を目的として、薩摩

硫黄島火山の鬼界アカホヤ噴火の噴出物について岩石学

的解析を行い、マグマ溜まりの流紋岩マグマの温度

（874 ℃）と安山岩マグマ温度（975 ℃）を明らかに

した。この温度とメルト包有物分析から得られた圧力条

件（133±46 MPa）を熱力学解析結果と比較し、調和

的であることを確認した。 

 マグマ溜まりにおける噴火準備過程を、噴出物中の斑

晶の累帯構造の多成分分析等をもとに推定するために、

洞爺火砕流等の岩石学的データの取得を進めた。霧島山

新燃岳等の噴火に関して、緊急的に対応し、火山灰の岩

石学的観察から噴火推移を把握し、火山噴火予知連へ速

報として報告した。 

 火山活動推移の把握と火山ガス放出過程のモデル化を

目的として、浅間山・阿蘇・霧島等の火山において火山

ガス組成・放出率観測を実施した。エクアドルのSierra 

Negra、Guagua Pichincha、Cotopaxi火山において、

海外研究グループと合同で火山ガス組成・放出率観測を

実施し、観測・解析手法・結果の比較・議論を行った。 

 阿蘇山で2016～2017年に取得した土壌CO2放出率の

連続観測結果について、気象条件等を考慮した多変量解

析を行った。その結果、2016年噴火前後における放出

率異常の存在を明らかにし、研究成果を火山学会で発表

した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］火山、噴火、マグマ、噴火予知 

 

［テーマ題目11］大規模噴火の研究 

［研究代表者］下司 信夫（大規模噴火研究グループ） 

［研究担当者］下司 信夫、宝田 晋治、宮城 磯治、

山崎 雅、松本 恵子（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 大規模噴火の短期的・長期的な準備過程の理解や噴火

駆動メカニズムの解明と、大規模火山の噴火活動評価を

行うため、国内外の大規模カルデラ火山を主な対象とす

る地質学的・岩石学的及び力学的な研究を実施している。

大規模火砕噴火の履歴調査研究では、日本国内で発生し

た過去の巨大噴火の推移を地質学的手法により調査する

ことで、長期的な活動推移や巨大噴火の推移についての

高精度での解析を実施している。阿蘇カルデラにおいて

地質学的調査を実施し、阿蘇1～阿蘇4火砕流噴火や大

規模火砕流間の噴火活動の推移の復元を行った。姶良カ

ルデラでは、姶良入戸噴火噴出物の層序の地質学的解析

および岩石学的解析を行い、巨大噴火にいたる約3万年

間のマグマ溜まり進化過程の解析を行った。また、後カ

ルデラ期の大規模軽石噴火の噴出物の地質学的解析を行

いその特徴を明らかにするとともに、噴出物の岩石学的

特徴の記載を行った。また、桜島では大正噴火および文

明噴火を例に降下火砕物の地質学的解析を行い、大規模

軽石噴火の推移等の復元を行った。また、洞爺及び屈斜

路カルデラの大規模火砕流の分布の既存データの再解析

による噴出量の再見積もりを実施した。摩周、屈斜路、

池田、阿多カルデラの大規模噴火の推移・長期的短期的

前駆現象を取りまとめた。 

 巨大噴火のマグマシステムの研究では、阿蘇・姶良カ

ルデラなどを対象に、噴出物の岩石学的解析に基づくマ

グマシステムの進化過程を熱力学的手法により解析した。

またその噴出物の岩石学的解析結果に基づき、高温高圧

実験に基づくマグマシステムの温度圧力条件の解析を実

施した。特に、阿蘇カルデラのマグマシステムの進化に

ついては原子力規制庁委託業務として研究を実施し、阿

蘇4火砕流噴火の珪長質単成分マグマの噴火直前の温度
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圧力条件を制約することができた。また、姶良入戸噴火、

阿蘇4火砕流などの大規模火砕流噴火の直前から噴火中

のマグマ組成の変化について、系統的な全岩組成の測定

を実施した。マグマシステム変動過程の研究では、マグ

マ溜まりを含む火山システムの力学的挙動を解析し、粘

弾性リソスフェアモデルを用いて予測される地表変形の

モデル化を実施した。カルデラ火山においてマグマ溜り

圧力変動に励起される地殻変動のモデル計算を推測され

るマグマ溜りの深さや規模のデータに基づき実施し、実

際のカルデラ火山において観測された地殻変動量との比

較検討を実施した。さらに、巨大噴火の推移からマグマ

溜まりの増減圧モデルを作成し、カルデラ陥没プロセス

の力学的解析を実施した。噴火観測手法の開発として、

桜島などの火山灰の構成粒子の微細組織や化学組成を用

いた解析を行い、噴火プロセスと噴出物の特徴の関連性

についての解析を行った。また防災科学技術研究所との

共同研究として、噴出物の即時自動解析装置の開発を実

施し、試作機を実際に野外で運用し、噴火活動に対応し

た火山灰の採取・解析に成功した。また、噴火対応とし

て、桜島、霧島新燃岳、草津白根山などの噴火に対して、

関係機関と連携し噴出物解析等により活動推移把握を行

い、結果を迅速に公表した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］大規模噴火、噴火履歴、マグマ供給系、

活火山、噴火対応 

 

［テーマ題目12］火山噴火推移予測の高度化 

［研究代表者］篠原 宏志（活断層・火山研究部門） 

［研究担当者］篠原 宏志、伊藤 順一、星住 英夫、

石塚 吉浩、石塚 治、古川 竜太、

及川 輝樹、山崎 誠子、草野 有紀、

下司 信夫、宝田 晋治、松本 恵子、

田中 明子、松島 喜雄、斎藤 元治、

宮城 磯治、東宮 昭彦、 

風早 竜之介、森田 雅明、 

大槻 静香、濱崎 聡志（地質情報研

究部門）（常勤職員20名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 火山灰粒子構成物の解析から、火道浅部における爆発

的噴火駆動過程の解明を試みた。桜島では2017年3月下

旬から4月にかけて相次いで再活発化した昭和火口およ

び南岳火口の噴出物の構成粒子を系統的に解析し、昭和

火口で8月にみられた連続噴泉活動前後の火山灰構成粒

子の変化を明らかにした。また2017年10月及び2018年

3月に発生した霧島新燃岳噴火では、噴出物構成粒子か

ら、10月噴火についてはマグマ水蒸気噴火であること

を明らかにした。18年3月噴火では、溶岩流出に至る構

成粒子の変化を捕捉した。2018年1月の草津白根火山噴

火では、噴出物構成粒子から熱水系の水蒸気爆発である

ことを明らかにした。 

 霧島山新燃岳においてセスナ機を用いた火山ガス観測

を実施した結果、2017年10月11日の噴火開始直後の10

月12日には SO2放出率1-2万 t/d の大量の火山ガスが放

出 さ れ て お り 、 そ の 組 成 が CO2/SO2=1.6 、

SO2/H2S=2.7（モル比）であることを明らかした。また、

断続的な噴火を再開・継続していた2018年3月に、セス

ナ機を用いた上空観察に基づき、火口地形の詳細な変化

を把握するとともに溶岩体積の定量化を行った。 

 噴火活動期のマグマの貫入、脱ガスに伴う熱水系変動

をモデリングするため、地下水流動を反映する自然電位

の連続観測を伊豆大島で継続した。静穏時の自然電位の

経時変化は、降水の地中への浸透過程を表すことを数値

シミュレーションによって再現し、その結果を国際誌に

て発表した。地質調査総合センターのホームページで連

続観測データを閲覧できるようにした。移動観測を行い、

連続観測点を含む山頂カルデラ域の自然電位分布をマッ

ピングし過去のデータとの比較を行った。  

 三宅島火山におけるカルデラ及び側火口形成と地殻内

マグマ長距離移動プロセスの成因的関係、及びマグマ供

給システムの全体像を解明する目的で、沿岸域の調査を

実施した。東海大学と共同で三宅島北部、東部及び南部

沿岸域でマルチナロービーム測深機による高精度海底地

形調査を実施し、溶岩流の分布、形態等を明らかにした、

さらにブーマー音源を用いた反射法地震探査を北部、北

東部沿岸で実施、薄い堆積物で埋積された複数の側火山

を確認することに成功した。また、三宅島火山の噴火シ

ナリオの高度化のための噴火史調査を行い、7世紀の噴

火イベントの高分解能な復元を行うとともに、東から北

東麓に分布する最近2500年間の噴火イベントの詳細を

明らかにした。 

 大規模噴火における噴火プロセスの解明を目的として、

桜島の歴史時代における軽石噴火の噴出物の微細組織解

析を実施した。桜島島内において、大正噴火堆積物の詳

細な層序の解析とそれに沿った試料採取を行い、軽石噴

火最盛期から末期の火山灰放出卓越期に至る噴火推移の

復元を行った。また軽石粒子の酸化組織を用いた噴煙内

部での粒子の熱履歴解析を行った。 

 噴出物解析にもとづく水蒸気噴火現象の解明のための

研究として、箱根火山の2015年水蒸気噴火堆積物につ

いて噴火推移に対応する構成物の変化を確認した。また、

関連事例として岩手火山の水蒸気噴火堆積物に関すると

りまとめを行った。 

 噴出物の微小領域分析技術の高度化を進めるため、反

射 FTIR 法の測定条件について標準ガラス試料を用いて

検討し、火山ガラス CO2濃度測定の検出限界と測定誤

差を把握した。反射 FTIR 法による火山ガラスの含水量

簡易測定のための標準ガラス試料マウントを作成した 

 若い火山噴出物の年代測定の高度化に向けて、これま

で K-Ar 年代測定を実施した蔵王および九重火山の試料

を対象に、オレゴン州立大学において Ar/Ar 年代測定
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との比較研究を実施した。両手法の誤差範囲で一致する

年代測定結果を得るとともに、従来は測定限界以下であ

った若い試料についてもアルゴン初期値を補正すること

で層序に調和的な年代値を得られることを確認した。 

 火山噴火予知連絡会衛星解析グループなどを通じて取

得された緊急観測のデータを用い、干渉 SAR 解析によ

る火山活動に伴う地殻変動モニタリングを実施し、他の

データや解析手法で得られている結果との比較通じて、

その整合性を確認した。 

 北海道駒ヶ岳1929年火砕流堆積物の堆積構造に基づ

き、火砕流の流動堆積機構の検討を行った。北海道駒ヶ

岳の火砕流堆積物の各フローユニットの内部は、層厚

0.2～1.5 m 程度のサブユニットに区分できる。比較的

伸びた軽石の長軸方向を測定した結果、卓越方向はほぼ

すべてのレベルで、流れの方向と一致していることが分

かった。これらの堆積構造は、火砕流が、乱流状態の基

底部の境界層部分で、堆積サブユニット（DSU）を形

成しつつ、順次定置していたことを示唆している。 

［領 域 名］地質調査総合センター  

［キーワード］火山、噴火、マグマ、噴火予知 

 

［テーマ題目13］地質変動研究グループ 

［研究代表者］塚本 斉（地質変動研究グループ） 

［研究担当者］塚本 斉、大坪 誠、朝比奈 大輔、 

伊藤 一充、佐藤 稔、高橋 学、 

冨島 康夫、宮川 歩夢（地質情報研究

部門）（常勤職員6名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 隆起・侵食量評価手法の検討として、過年度に実施し

た青森県上北平野に発達する海岸段丘の OSL 年代測定

を用いた高精度隆起速度評価手法について、研究成果の

取りまとめを行った。地震・断層活動評価手法の検討と

して、熊本地震発生域における構造地質学的調査や沖縄

県石垣市の第四系を対象とした断層調査を行った。岩盤

中の亀裂・断層等の力学水理特性評価手法の検討として、

真三軸透水試験における中間主応力効果に関して、実験

手法に関する取りまとめと間隙水圧の影響に関する予察

的実験結果の取りまとめを行った。福島再生可能エネル

ギー研究所からの内部委託として、地中熱ポテンシャル

評価用ボーリングコアの熱伝導率・空隙率測定を実施し

た。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］長期地質変動、隆起・侵食活動評価、断

層活動性評価、力学・透水試験に基づく

岩盤評価 

 

［テーマ題目14］深部流体の研究  

［研究代表者］森川 徳敏（深部流体研究グループ） 

［研究担当者］森川 徳敏、風早 康平、高橋 正明、

清水 徹、高橋 浩、東郷 洋子、 

安原 正也（立正大学） 

［研究内容 ］ 

 沈み込むスラブから脱水した深部流体を検出するため

の指標として、ハロゲン元素比（Br/Cl-I/Cl）を用いた

手法を新たに提案した。この手法を東北地方の湧水・地

下水に適用し、詳細な深部流体分布の把握を可能にした。

関東地方（東京都・埼玉県）において、深部流体の混入

の有無及び広域地下水流動系の時間スケールや流動地域

を解明するため、地下水・湧水の現地調査を行った。採

取した地下水・湧水等については、主要化学成分、水の

安定同位体比、無機炭素種の炭素同位体比、ヘリウム同

位体比等の分析を行い、その化学・同位体的特徴につい

て検討を行った。また、過去の熱水活動域（菱刈鉱床な

ど）の脈鉱物・流体包有物の分析より、熱水変質の形成

環境の特性の検討を行った。深層地下水 DB に収録して

いる文献値について、品質管理のため位置情報のデータ

についてチェックを行った。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］深部流体、温泉水、地下水流動、熱水鉱

床、流体包有物 

 

［テーマ題目15］水文地質の研究 
［研究代表者］伊藤 一誠（水文地質研究グループ） 

［研究担当者］伊藤 一誠、佐藤 努、竹田 幹郎、 

宮越 昭暢、戸崎 裕貴、稲村 明彦 

（常勤職員5名、他1名） 

［研究内容 ］ 

 地下水流動系の評価・検討として、関東平野の地盤沈

下・地下水位観測井網を活用して地下水情報収集による

地下温度プロファイルの変遷から、地下温度分布の変化

を把握し、温度変化の要因に関する検討結果を日本地球

惑星科学連合連合大会2015年大会及び国際水文学会

（IAH）で報告した。また、2015年度から継続的に調

査・研究を進めている広島平野の結晶質岩地域における

塩水及び淡水の分布、年代に関する検討結果を、

Geochemical Journal で公表した。 

 地下環境の変動予測手法の検討として、地下水中の塩

分濃度と岩石の半透膜性から発生する浸透圧に対して応

力及び塩分濃度の変化が与える影響を、固有浸透率、拡

散係数への影響と合わせて実験、解析を行い、固有浸透

率及び拡散係数は過去最大埋没深度相当の応力載荷を行

うことによって一定となること、浸透圧のパラメータで

ある反射係数は応力及び塩分濃度の変化に顕著な影響を

受けるが、粘土粒子間の電位場を考慮したモデルによっ

て定量的に表せることを示し、その結果を日本地質学会

大会で報告した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］地下水システム、地下水年代、水理特性、

水理－力学連成解析 
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［テーマ題目16］地質現象の長期変動に関する影響評価

技術の研究 
［研究代表者］伊藤 順一（活断層・火山研究部門） 

［研究担当者］伊藤 順一、伊藤 一誠、塚本 斉、 

森川 徳敏、風早 康平、大坪 誠、 

朝比奈 大輔、伊藤 一充、高橋 正明、

佐藤 努、清水 徹、高橋 浩、 

東郷 洋子、冨島 康夫、竹田 幹郎、

宮越 昭暢、戸崎 裕貴、大和田 道子、

宮川 歩夢（地質情報研究部門）、 

田村 亨（地質情報研究部門）、 

安原 正也（立正大学）、堀口 桂香

（京都大学）、尾山 洋一（釧路市教育

委員会）（常勤職員19名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 放射性廃棄物の埋設処分に係る地質現象の長期的変動

の影響を評価するため、10～100万年程度の将来にわた

る地質変動および地下水・深部流体が処分場に及ぼす影

響の将来予測・評価手法の開発を行っている。 

 長期的な隆起現象に関連して、下北半島において

H31年度以降に予定している掘削調査に関して予察的な

現地調査を行なった。また、長期的な侵食現象に関して

宇宙線生成核種に基づく侵食速度評価の可能性を検討す

るため、掘削調査予定地域周辺において検土杖による表

層堆積物の調査を行った。 

 断層による地下水流動への影響を検証するため、上北

平野西部の野辺地断層周辺において浅層地下水や河川水

の水収支を見積もるための河川調査を行なった。 

 群馬県・栃木県北部、および神奈川県地域において地

下水を用いた深部流体調査を行い、深部流体上昇域等に

ついて検討を行った。2011年東日本大地震に伴う地下

水流動への影響の検討として、福島県いわき市における

地下水湧出現象に対して、引き続き流出量の観測および

水質の変動を4回調査した。その結果、流量大きな変動

がみられないこと、および、1箇所については、2011年

以来ほぼ一定の流量を保っている。湧出が止まらない原

因の検討を引き続き行った。また、長野県大鹿村鹿塩温

泉周辺における河川を介した地表への深部流体フラック

スを見積もるため、大鹿村周辺の河川（塩川・小渋川な

ど）の流量調査、試料採取・化学分析を行った。 

 有馬－高槻断層破砕活動その熱水変質時期の検討のた

め、破砕帯を構成する花崗岩から黒雲母及び正長石（と

もに K 含有鉱物）を分離し、それぞれの K-Ar 年代測

定を行った。その結果、得られた年代は72.4±1.6 Ma 

（黒雲母）及び73.1±1.6 Ma（正長石）であり、誤差

の範囲で一致した。 

 亀裂性花崗岩が分布する沿岸部の深層に賦存する

Ca/Na 比の高い高 Cl 濃度地下水の起源を探るため、

Ca/Na の高い地下水が湧出する萩市内の温泉ボーリン

グコアの充填鉱物の観察を行い、濁沸石・方解石の沈澱

を確認した。岩石の薄片観察、化学分析には至っていな

い。 

 地下環境の長期変動予測手法の一環として原子力規制

庁からの委託事業で実施している化学浸透圧試験をより

精密かつ効率的に実施するため、精密流量制御が可能な

ギアーポンプを導入し、原子力機構幌延地下研究所で採

取された珪質泥岩試料に対し、原位置の応力及び塩分濃

度環境下における化学浸透圧発生実験とデータ解析を実

施し、原位置で観測される異常間隙水圧が化学浸透圧で

説明可能であることを示した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］長期地質変動、地下水、深部流体、深部

地下環境 

 

［テーマ題目17］アジア太平洋地域の地震火山情報の整

備 

［研究代表者］伊藤 順一（活断層・火山研究部門） 

［研究担当者］伊藤 順一、桑原 保人、宝田 晋治、

古川 竜太、吾妻 崇、吉見 雅行、 

丸山 正、松本 弾、石川 有三、 

Joel Bandibas（常勤職員8名、他2名） 

［研究内容 ］ 

 G-EVER 推進チームでは、CCOP を始めとするアジ

ア太平洋地域の研究機関と協力し、災害の軽減に向けた

検討時に活用される各種災害情報の整備、データ交換・

共有・分析のための国際標準化等を進めている。本年度

は、H28年度に出版した東アジア地域地震火山災害情報

図の記載項目（震源域、活断層分布、津波分布、カルデ

ラ、大規模火砕流、降灰分布、地震及び火山イベントの

犠牲者数、1000万分の1地質図）の数値化を行い、アジ

ア太平洋地域地震火山ハザード情報システム上で閲覧検

索し、GIS データをダウンロードできるようにした。

また、紙面上の災害情報図では、スペース等の関係で掲

載できなかった未掲載データの整備を開始した。アジア

太平洋地域地震火山ハザード情報システムのモバイル版

の試作を行った。1995年以降の近年の地震及び火山イ

ベントのハザード関連情報（イベントの概要、犠牲者の

要因など）を取りまとめ、H30年以降の公開に向けてデ

ータ整備を進めた。また、火山災害予測支援システムで

は、Titan2D によるオンラインシミュレーションの結

果を、直接システム上で表示できる機能を追加した。さ

らに、火山災害予測支援システムの内容を国際誌に掲載

した。フィリピン火山地震研究所に対し、モバイルデバ

イスでフィリピンの活断層を閲覧検索できる PHIVOLS 

FaultFinder の機能拡張、データ更新の協力を行った。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］G-EVER、災害図、地震、火山、アジア

太平洋、ハザード、CCOP 

 

［テーマ題目18］ガス圧装置を中心とした実験岩石学研
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究拠点の整備（活断層・火山研究部門） 
［研究代表者］東宮 昭彦（マグマ活動研究グループ） 

［研究担当者］東宮 昭彦、鈴木 敏弘、田中 明子、

宮城 磯治、潮田 雅司、大槻 静香、

下司 信夫（常勤職員4名、他3名） 

［研究内容 ］ 

 火山の中長期的活動（数十年以上）を理解・予測し、

減災等に応用するには、火山深部（数 km 以上）でのマ

グマの発生・蓄積・上昇過程の解明が必要である。これ

には、地下のマグマを高温高圧実験で再現する実験岩石

学的研究が不可欠である。産総研には既に、代表者が所

有する最大2000気圧（≒深さ8 km）まで発生可能な高

温高圧実験装置（内熱式ガス圧装置）があり、浅部マグ

マ溜まり条件や噴火時マグマ上昇の再現実験等を行って

いる。一方、大規模カルデラ噴火を引き起こす珪長質マ

グマの発生過程など、深さ十数 km～30 km 程度（中部

〜下部地殻）におけるマグマ過程の実験的研究は、技術

的困難から世界的にも例が少ない。本研究では、上記の

中部〜下部地殻に相当する圧力範囲をカバーする高温高

圧実験装置を導入し、既存設備とも合わせ、ガス圧装置

を中心とした実験岩石学研究拠点を産総研に整備するこ

とを目的としている。 

 平成29年度は、東工大に設置されていたガス圧装置

を産総研へ移設するための準備作業を実施した。準備す

べき工程の一つは、装置の解体・移設・再組立及び検査

作業に関することである。もう一つは、設置場所の選定

（最終的に第7事業所7-6棟に決定した）と整備工事（床

基礎・障壁・実験室等整備）、および関連作業（工事範

囲の物品退避等）に関することである。工事自体は平成

29年度内に始まっているが、工程が複雑で長期にわた

るため、装置の移設完了は平成30年12月ころになる予

定である。 

 移設するガス圧装置は、内熱式ガス圧装置2台1組か

らなり、それぞれ最大約7000気圧（≒深さ26 km）お

よび4000気圧（≒深さ16 km）まで発生可能となる予

定である。いずれもアルゴンガスを圧縮機で加圧し、圧

力容器内の電熱線で試料を加熱して高温高圧を発生させ

る。試料落下急冷システムにより、高温高圧で溶融状態

にある岩石試料（シリケイトメルト）を“凍結”して取

り出せる独自の機構を持つ。試料落下急冷システムを持

つ5000気圧以上の内熱式ガス圧装置の稼働例は世界的

にもほとんどない。本装置の導入により、火山学のみな

らず、高温高圧領域に関わる様々な関連研究への波及効

果も期待できる。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］高温高圧実験、マグマ溜まり、噴火準備

過程、内熱式ガス圧装置 

 

［テーマ題目19］K−Ar 年代測定システムの自動化に向

けた装置改造（活断層・火山研究部門） 

［研究代表者］山崎 誠子（火山活動研究グループ） 

［研究担当者］山崎 誠子、石塚 治（常勤職員2名） 

［研究内容 ］ 

 噴火活動履歴の解明において、年代データは必要不可

欠である。K-Ar 及び Ar/Ar 年代測定法は多くの試料に

適用でき、最も基本的なデータとして使われてきた。し

かし、これまで10万年より若い噴火活動については、

活動的火山の噴火履歴解明の上で極めて重要にも関わら

ず、条件のよい（たとえばカリウム含有量の高い）試料

に関しての測定に限られていた。火山活動研究グループ

では普遍的にかつ高精度で10万年より若い火山噴出物

の年代測定を可能にすることを目指した手法開発を進め、

得られた結果を迅速に地質調査へフィードバックする体

制で実施してきている。本課題では、K-Ar 年代測定シ

ステムの前処理ラインの操作を自動化することで、効率

的な測定を可能とし、補正計算に利用する標準試料の繰

り返し測定も安定的に実施することにより、年代値の精

度を上げることを目的とする。数万年前の年代測定は、

従来の K-Ar 法と14C 法との空白域であり、この年代ギ

ャップを埋める本手法による年代値が大量生産されるこ

とは、噴火履歴解明に大きく貢献できる。従来本手法で

測定不可能であった1万年前の年代が精度よく決められ、

層序との整合性が示されることは年代学的にもインパク

トが大きい。 

 本課題では、既存の前処理ラインを改造する形で手動

バルブを自動バルブに交換し、また制御部の改造により

試料加熱〜ガス抽出・精製における操作を全自動化する

ことを計画している。ラインは超高真空が要求され、真

空部品が特注品であるため、繰り返し測定に重要な部分

から改造を進める。コントロール条件と分析手法を決定、

繰り返し測定による測定値の評価と手順の最適化を行う。

精度評価は年代測定計算に反映させ、どのくらい若い年

代測定まで可能となるか明らかにするとともに、高精度

化に不足する箇所を特定する。 

 平成29年度は、試料ガスを抽出・精製するための前

処理ラインの自動化に着手した。具体的には、標準大気

試料の汲み出し部に自動バルブを取り付け、ラインの超

高真空を達成した。また、質量分析装置の制御部から自

動バルブをコントロールするための電子部品を導入し、

制御システムの改造および試料に応じた自動測定に向け

たコントロール条件の検討を進めた。試料の測定におい

ては、精製時間等を試料に応じて変更することが必要な

場合も考えられるため、将来的な全自動化システムに向

けたコントロール条件を明らかにし、超高真空の維持に

最適なライン設計と操作部品の検討を進める。 

［領 域 名］地質調査総合センター  

［キーワード］年代測定、質量分析装置 

 

［テーマ題目20］島嶼部活動的火山における海陸統合調

査手法の開発とマグマ供給システムの解
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（活断層・火山研究部門） 

［研究代表者］石塚 治（火山活動研究グループ） 

［研究担当者］石塚 治、井上 卓彦（地質情報研究部

門）、坂本 泉（東海大学）、 

及川 輝樹、下司 信夫 

（常勤職員4名、他1名） 

［研究内容 ］ 

 伊豆弧の活動的火山（三宅島火山）について、沿岸域

での最適な調査手法の確立を目指し観測を実施した。本

研究では、まず防災上重要であるが地質情報の空白域と

なっている1）沿岸海底部火山体調査手法の開発を行う。

その上で2）島嶼部活動的火山（例えば三宅島火山）に

おける沿岸部での噴火活動の記録、噴出物の分布、変動

地形の分布や地殻構造を明らかにする。同時に、3）陸

上火山噴出物の系統的採取と年代決定、化学分析を合わ

せて実施、海陸を統合したマグマ供給系の全体像と時間

的変遷に迫る。採択額が提案額の4割強だったため、本

予算で提案内容のうち、海底地形調査と海底映像取得装

置の導入までを実施した。 

 三宅島火山の海底側火口が存在する可能性が高い沿岸

域、特に陸上にマグマ水蒸気爆発の噴出物や側火口列が

認められる沿岸域において、小回りのきく小型船舶（漁

船）にマルチナロービーム測深機（Kongsberg 社製

EM2040システム）をセット、航走することにより高分

解能海底地形観測を実施した。使用する機種と観測モー

ドに関しては、火山地形の詳細を明らかにするために必

要な分解能と、観測すべき最大水深を考慮して決定した

（すなわち音波の周波数とエネルギー）。40-80 m 間隔

の測線を航走し、高密度かつ抜けのない水深データの取

得に成功した。取得データより1 m メッシュの海底地形

データを作成、主に火山活動に関連すると考えられる地

形の抽出とその成因について検討した。 

 取得したデータにより、1）三宅島南西部沿岸域で溶

岩流が広範囲かつ水深300 m 以深まで海底に繰り返し

流入したこと、2）北東及び南東部沿岸域において複数

の海底側火口と考えられる地形を確認、3）北部におい

て1874年の溶岩が広く海底に溶岩デルタを形成してい

ること、などが明らかになった。まだデータは極めて部

分的だが、今回の仕様の観測により十分な精度、分解能

のデータが得られることがわかった。今後他の三宅島沿

岸の重要な海域や、他の島嶼部活動的火山の沿岸域調査

に適用していきたい。 

 導入した海底映像取得装置（Open ROV 社製小型

ROV）については、火山プロジェクトの部門重点予算

での調査時に、海底撮影及び海底観察に成功すると同時

に、運用上の問題点の抽出を行った。地形調査と併用す

ることで、より確度の高い海底火山地形の解釈に活用が

期待できる。 

本研究の成果の一部を、地球惑星科学連合大会や日本地

質学会で発表する予定である。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］三宅島火山、島嶼部活動的火山、沿岸域、

海底地形観測 

 

［テーマ題目21］X 線 CT 観察による岩石内部の原油・

水の置換現象と化学的浸透の関連性の解

明（活断層・火山研究部門） 

［研究代表者］竹田 幹郎（水文地質研究グループ） 

［研究担当者］竹田 幹郎、中島 善人（地圏資源環境

研究部門）、間中 光雄（地質情報研究

部門）（常勤職員3名） 

［研究内容 ］ 

 低塩分濃度水攻法の原油増進回収効果における化学的

浸透現象の寄与を明らかにするために、X 線 CT 観察に

よって岩石内部で油と水の置換が塩分濃度差に応じて発

生するかを調査した。調査では、X 線 CT 装置の選定、

模擬貯留層岩石の物理物性の測定、目視による予備観察

実験、X 線 CT 装置を用いた観察実験を順に実施した。

以下に、得られた成果を示す。 

・X 線 CT 観察に用いる装置を選定するために、高知コ

アセンターのマイクロフォーカス X 線 CT スキャナ

（Zeiss）と物質材料研究開発機構のマイクロフォー

カス X 線 CT 装置（SMX－160CTS）によって乾燥

状態のベレア砂岩の空隙観察を行い、解像度と観察

手法との適合性を検討した。その結果、Zeiss による

観察では、岩石空隙の形状を明瞭に観察でき、水と

油が空隙内で混在する岩石試料を観察する場合でも

メニスカスの状態が判別できる見通しが得られた。

SMX－160CTS による観察では、解像度に限界はあ

るものの、岩石の構成鉱物と空隙内部の流体（空

気）の識別が可能であり、最低限の要求性能は満た

していることを確認した。 

・模擬貯留層岩石として使用するベレア砂岩の固有浸透

率及び岩石空隙性状等の基本的な物理物性を測定し

た。その結果、固有浸透率は8.5E-16～1.25E-15 m2

の範囲にあり、ベレア砂岩としては比較的高いもの

の、大きくかけ離れていないことを確認した。なお、

若干固有浸透率が大きい原因は封圧を載荷していな

いためと考えられる。空隙率は18～20 %、最多空隙

サイズは10 µm 弱であり、SMX－160CTS による観

察でも水と油が混在する大きな空隙（例えば10 µm）

の観察は可能と判断した。 

・X 線 CT 観察に先立ち、塩水濃度差に応じた水・油の

移動現象が起きるかを確認することを目的に、目視

による予備観察実験を実施した。実験では、原油及

び塩水を模擬する流動パラフィン及びヨウ化カリウ

ム溶液をベレア砂岩試料に注入し、試料両端の塩水

濃度を変え、試料端面からの流動パラフィンの滲出

を観察した。実験開始直後には、高塩分濃度水側か

ら流動パラフィンが滲出し、その後、低塩分濃度水
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側からの滲出が始まった。この滲出状況は、塩分濃

度差に従ってはじめに低塩分濃度水貯留槽から高塩

分濃度水溶液槽へと向かう化学的浸透とそれに伴う

流動パラフィンの移動が生じ、その結果として上昇

する高塩分濃度水の圧力が低塩分濃度水側への移流

を発生させ、低塩分濃度側へ流動パラフィンを移動

させたものと捉えられる。 

・予備観察実験と同様の実験方法及び実験条件で SMX

－160CTS を用いて X 線 CT 観察をおこなったが、

岩石試料内部での塩水の分布の変化を明瞭に観察す

ることができなかった。この理由として、最多空隙

サイズと同等の分解能で観察するために岩石試料の

寸法を小さくしたことによって、1回目の CT 観察が

終了する時点までに、化学的浸透の発生とその後の

低塩分濃度水側への油の移動が短時間内で終了して

しまっていた可能性が考えられる。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］低塩分濃度水功法、化学的浸透、X 線 

CT 

 

［テーマ題目22］ストロンボリ式噴火における火山ガス

放出過程の解明 
［研究代表者］風早 竜之介（マグマ活動研究グルー 

プ） 

［研究担当者］風早 竜之介、Mike BURTON（マン

チェスター大学） 

（常勤職員1名、他1名） 

［研究内容 ］ 

 イギリス、マンチェスター大学にて約11ヶ月の在外

研究を行い、活動的な火山で火山噴煙合同観測を実施し、

火山地下のマグマ活動及び噴火プロセスのモデル化を行

うことを目的としている。また、産総研とマンチェスタ

ー大学の研究手法を比較し、火山ガス観測手法の高度化

を行い、成果を国際論文に投稿することを目標とする。 

 中米およびイタリアの火山にて火山噴煙観測を実施し、

火山ガス放出量や火山ガス組成等のデータを測定、取得

する。観測結果を他の観測量と比較し、ストロンボリ式

噴火前後の火山ガス放出過程のモデル化を行う。また、

産総研とマンチェスター大学のそれぞれ異なる観測装置

で同時観測を実施し、定量性能・研究手法の比較を行い、

各々の手法の利点・欠点を明らかにする。 

 2018年1月中米において、ニカラグアのマサヤ火山、

グアテマラのサンティアギート火山にて火山噴煙観測を

実施した。マサヤ火山では、産総研のガスセンサーをベ

ースにした火山ガス組成観測装置とマンチェスター大学

の赤外分光を用いた火山ガス組成装置の同時観測を行っ

た。結果は概ね整合的であったが、特にマンチェスター

大学の分光を用いた手法の方が時間分解能に優れている

事を確認した。同じくマサヤ火山にて、産総研・マンチ

ェスター大学で紫外線リモートセンシングによる火山ガ

ス放出量合同観測を実施した。両者の結果を比較した所、

マンチェスター大学で行われている装置校正方法では紫

外線散乱の影響をモデルによって適切に評価しないと火

山ガス放出量の値を大幅に過小評価してしまう事が分か

った。 

 サンティアギート火山では、マンチェスター大学で開

発中の紫外線分光を用いた火山噴煙中の火山灰検出装置

の試験測定を実施した。その結果、肉眼や通常のカメラ

では捉えられない噴煙から分離し降下する火山灰の挙動

を捉える事に成功した。 

 今後の予定として、2018年6月より、イタリアの火山

研究所（INGV）に1ヶ月強滞在し、イタリアのエトナ

火山及びストロンボリ火山にて中米と同様の火山噴煙観

測を実施する。エトナ火山では産総研のガスセンサーを

ベースにした火山組成観測装置とマンチェスター大学で

開発中の分光法によるコンパクト火山ガス組成観測装置

の比較観測を実施し、開発中の観測装置の定量性能試験

を行う。ストロンボリ火山では、産総研の火山ガス可視

化装置とマンチェスター大学の火山灰検出装置の同時観

測を行い、火山噴煙中のガスと火山灰の挙動の類似性・

非類似性について評価を行う。また、観測結果を INGV

の観測網にてモニタリングされている地震や地殻変動デ

ータと比較する事で、火山地下のマグマ活動・噴火プロ

セスのモデリングを実施する。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］火山、噴火、火山ガス、噴火予知 

 

③【地圏資源環境研究部門】 
（Research Institute for Geo-Resources and 

 Environment） 

（存続期間：2001.4.1～） 

 

研究部門長：光畑 裕司 

副研究部門長：今泉 博之 

総括研究主幹：丸井 敦尚 

 

所在地：つくば中央第7 

人 員：54名（54名） 

経 費：1,715,473千円（417,828千円） 

 

概 要： 

現代社会の営みは、多くの天然資源の消費の上に成

り立っている。しかし、20世紀後半からの我々人類

の生産及び消費活動の活発化は著しく、21世紀の近

い将来においても天然資源の枯渇が現実的な問題にな

りつつある。また、化石燃料資源の大量消費による地

球温暖化を始めとして、資源と環境の分野は密接に関

連しており、それらの関係を見据えた対応が今なお差

し迫った課題となっている。このような状況を背景に、

地圏資源環境研究部門は、国の資源エネルギー施策立
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案や産業の持続的発展に役立てるために、地下資源の

安定供給に向けたポテンシャル評価、および地圏環境

の利用と保全に関する調査を行い、そのための技術を

開発することをミッションとする。 

ミッション達成のための具体的な研究及び技術開発

として、以下のユニット戦略課題を設定して取り組む。 

①地下資源評価 

 ①-1 燃料資源に関する情報整備と評価技術の開発

 （テーマ題目1） 

 ①-2 鉱物資源に関する情報整備と評価技術の開発

 （テーマ題目2） 

②地下環境利用評価 

 ②-1 二酸化炭素地中貯留に関する評価技術の開発

 （テーマ題目3） 

 ②-2 地層処分に関する評価技術の開発 

 （テーマ題目4） 

③地下環境保全評価 

 ③-1 土壌汚染に関する情報整備と評価技術の開発

 （テーマ題目5） 

 ③-2 地下水の資源と環境に関する情報整備と評価

 技術の開発（テーマ題目6） 

 これらの研究の推進にあたっては、国立研究開発法

人の位置づけを十分に意識し、目的基礎研究、“橋渡

し”前期研究、“橋渡し”後期研究とつながる研究発

展の流れの中で、我が国の経済・産業が順調に推移す

るための資源及び環境分野における研究貢献を果たし

ていく。また、社会ニーズを把握しながら、資源の安

定供給や地圏環境の保全に必要な萌芽的・基盤的研究

にもバランスよく取り組む。 

--------------------------------------------------------------------------- 

【内部資金】 

「上向流カラム通水試験」および「各種溶出特性試験」

の標準化 

 

ガスバリアフィルム用ナノクレイ規格 

 

メタン生成補酵素を用いた革新的バイオガス生産システ

ムの創製 

 

【外部資金】 

一般財団法人宇宙システム開発利用推進機構 平成29

年度希少金属資源開発推進基盤整備事業（探査基盤技術

高度化支援事業）に係る再委託（その2） 

 

独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構 平成

29年度地熱発電技術研究開発事業「地熱貯留層掘削技

術」 

 

独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構 メタン

ハイドレート開発促進事業「取得コア試料の微生物学的

分析」 

二酸化炭素地中貯留技術研究組合 平成29年度安全な

CCS 実施のための CO2貯留技術の研究開発事業「安全

な CCS 実施のための CO2貯留技術の研究開発事業に係

る再委託」 

 

環境省 平成29年度環境経済の政策研究委託業務 

「水俣条約に基づく水銀削減政策として経済手法の活用

可能性と期待される効果に関する調査・分析」 

 

環境省 平成29年度環境研究総合推進費「機器分析と

溶出特性化試験を組合せた自然・人為由来汚染土壌の判

定法の開発（サブテーマ：溶出特性化試験に基づく自然

由来汚染土からの元素の溶出挙動の解明に関する研

究）」 

 

環境省 平成29年度環境研究総合推進費「土壌・地下

水中のクロロエチレン等の分解・吸脱着等挙動解析と汚

染状況評価技術の開発（サブテーマ名：多次元シミュレ

ーションに基づく土壌・地下水中の挙動の予測解析に関

する研究）」 

 

環境省 平成29年度環境研究総合推進費「土壌・地下

水中のクロロエチレン等の分解・吸脱着等挙動解析と汚

染状況評価技術の開発（サブテーマ名：塩素化エチレ

ン・エタン類の分解挙動に関する研究）」 

 

環境省 平成29年度環境研究総合推進費「1,4−ジオキ

サンの環境動態の把握に基づいた土壌調査法の開発に関

する研究（サブテーマ名：複合成分の相互作用と化学・

生物特性）」 

 

経済産業省 エネルギー対策特別会計 エネルギー需給

構造高度化対策費 エネルギー使用合理化設備導入促進

対策調査等委託費「平成29年度鉱物資源開発の推進の

ための探査等事業（資源開発可能性調査）」 

 

経済産業省 エネルギー対策特別会計 電源利用対策費

放射性廃棄物処分基準調査等委託費 「平成28年度地

層処分技術調査等事業「地層処分共通技術調査：沿岸部

処分システム高度化開発」 

 

経済産業省 エネルギー対策特別会計 電源利用対策費

放射性廃棄物処分基準調査等委託費 「平成29年度高

レベル放射性廃棄物等の地層処分に関する技術開発事業

（沿岸部処分システム高度化開発）」 

 

国立研究開発法人海洋研究開発機構 IODP 乗船後研究

「Exp．370．海底下生命圏を支配する地質学的、物理

化学的環境要因の解明」 
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日本鉱業協会 一般財団法人日本鉱業振興会助成金事業

「海底熱水鉱床試料の比抵抗測定方法の標準化に関する

研究」 

 

農林水産省（一般社団法人食品需給研究センター） 食

料生産地域再生のための先端技術展開事業「野菜栽培に

よる農業経営を可能とする生産技術の実証研究」 

 

一般財団法人日本ガス機器検査協会 経年埋設ガス管リ

スク調査事業「土壌抵抗率測定事業」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（若手

研究（A））「光合成とメタン生成のリンケージ：機能特

異分子補酵素 F430分析という新手法の展開」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（C））「FeS2/H2O/O3反応系における難分解有機化

合物の酸化分解」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（若手

研究（B））「新規重希土類資源としてのアパタイトの資

源ポテンシャル評価」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（若手

研究（B））「マルチ同位体分析による次世代型リチウム

鉱床の成因と同位体分別に関する研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 国際共同研究加速基金

（国際共同研究強化）「資源創成型 CCS 技術の開発に

向けた国際共同研究（国際共同研究強化）」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（A））「油層の地球化学的・微生物学的特性に合わ

せたテーラーメード型枯渇油田再生技術の開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「生物的石炭分解メタン生成ポテンシャルと

メカニズムに着目した炭層特性評価技術の開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（若手

研究（A））「枯渇油田再生化技術開発を志向した原油分

解メタン生成機構の解明と新規微生物の獲得」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（若手

研究（B））「ナノトンネル構造を有する鉄鉱物を用いた

ヒ素・フッ素複合汚染土壌の不溶化」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（若手

研究（B））「堆積物環境に優占する未培養アーキアの分

離培養と生理生態機能の解明」 

独立行政法人日本学術振興会 新学術領域研究（研究領

域提案型）「初期地球解読に向けた陸上蛇紋岩温泉の炭

素循環研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 挑戦的研究（萌芽）「メ

タン生成触媒を用いた革新的バイオガス生産システムの

創製」 

 

独立行政法人日本学術振興会 研究活動スタート支援

「東南アジア地域における環境低負荷型の地域発展を目

指した資源開発由来の水質汚染対策」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（A））「環境保全と社会受容性を踏まえた、「地盤

環境基準」の構築と実装のための戦略研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（A））「バックキャスト法による放射性物質汚染に

対するモニタリング・対策の戦略研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（A））「二相流動－変形－化学的浸透の統合的連成

による遅い流れ場での泥質岩岩石物理学の創成」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「高圧下微小破壊音測定実験によるスラブ内

地震発生メカニズムの解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「環境汚染を内包する産業ランドスケープの

GI 化のためのプラットフォーム構築」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「人力小規模金採掘が農水産物に与える水銀

汚染の時空間的影響評価と対策手法」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「鉄コロイドによるレアメタル濃集探査のた

めの新同位体指標」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（C））「硫酸還元反応に着目した帯水層蓄熱による

地下水水質への影響評価」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（C））「史上最大大量絶滅期の無酸素海洋の要因と

しての火山活動と高一次生産の評価」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（挑戦

的萌芽研究）「超臨界流体を利用したナノマイクロシス
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テムの開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（挑戦

的萌芽研究）「ダイヤモンドによる固体内秘匿情報記録

媒体の開発」 

 

公益財団法人発酵研究所 一般研究助成 研究課題1

「微生物の分類に関する研究（分離、分類、保存、生態､

進化など）」 「地下深部油ガス田におけるメタン生成

機構の解明－共生培養法によるリグニン関連物質分解微

生物の網羅的分離培養」 

 

独立行政法人国際協力機構 2017年度課題別研修

「ASEAN 鉱物資源データベース運用能力向上」 

 

発 表：誌上発表128件、口頭発表226件、その他55件 

--------------------------------------------------------------------------- 

地下水研究グループ 

（Groundwater Research Group） 

研究グループ長：丸井 敦尚 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 地球の水循環系を構成する地下水について、その流

域規模での量・質・流れ・変動等を明らかにする調査

研究を実施するとともに、地下水の開発・利用・管

理・環境改善に関わる評価手法の開発やモデリングの

高度化を行う。また、地下水に関わる知的基盤情報を

水文環境図により公開する。 

研究テーマ：テーマ題目3、テーマ題目4、テーマ題目6 

 

鉱物資源研究グループ 

（Mineral Resources Research Group） 

研究グループ長：高木 哲一 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 国民生活、日本の産業にとって不可欠な各種の鉱物

資源、特に産業界からの要請の強いレアアース等のレ

アメタル資源および非金属資源の成因研究および探査

手法の開発を行う。また鉱物資源に関する基礎的情報

を提供するとともに、鉱物資源のポテンシャル評価を

行う。 

研究テーマ：テーマ題目2、テーマ題目5 

 

燃料資源地質研究グループ 

（Fuel Resource Geology Research Group） 

研究グループ長：中嶋 健 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 メタンハイドレート等天然ガス資源をはじめとする

燃料地下資源の探査技術高度化を目指し、燃料資源探

査法、燃料鉱床形成機構及び燃料資源ポテンシャル評

価法の研究を行うとともに、我が国土及び周辺海域の

三次元的地質調査情報に基づく燃料資源ポテンシャル

把握の精度向上のための基盤的研究を進める。 

研究テーマ：テーマ題目1 

 

地圏微生物研究グループ 

（Geomicrobiology Research Group） 

研究グループ長：坂田 将 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 地圏における微生物の分布と多様性、機能、活性を

評価することにより、元素の生物地球化学的循環に関

する基盤的情報を提供するとともに、天然ガス等の資

源開発、地圏の利用や環境保全に資する研究を行う。 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目3、テーマ題目5 

 

地圏化学研究グループ 

（Resource Geochemistry Research Group） 

研究グループ長：鈴木 正哉 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 地圏内の物質の分布・挙動を、地化学的・地質学

的・鉱物学的手法により明らかにすることを目指し、

燃料資源、非金属鉱物資源・材料及びこれらに関連す

る流体等を研究対象として、資源の成因解明・開発、

環境保全、製品化、標準化等に資する研究を行う。 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目2、テーマ題目5 

 

物理探査研究グループ 

（Exploration Geophysics Research Group） 

研究グループ長：横田 俊之 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 地圏の利用や環境保全、資源・エネルギー開発ある

いは地質災害に対する防災等のための基盤技術として、

各種物理探査手法の高度化と統合的解析手法の研究を

行うとともに、地層処分や二酸化炭素の地中貯留等に

おける岩盤評価、地下水環境・地質汚染等における浅

部地質環境評価・監視、地熱・鉱物・燃料資源探査な

どの分野へ物理探査法を適用し、対象に即した効果的

な探査法の研究を行う。 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目2、テーマ題目3、

テーマ題目4、テーマ題目5、テーマ題目6 

 

CO2地中貯留研究グループ 

（CO2 Geological Storage Research Group） 

研究グループ長：徂徠 正夫 

（つくば中央第7） 

概 要： 
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 環境に調和した地下の有効利用を促進するために必

要な技術開発を行う。特に、地球温暖化対策としての

二酸化炭素地中貯留に関わる技術の開発を行うととも

に、環境に負荷を与えない地下利用・資源開発のため

の技術、環境を保全し安全を評価する技術などについ

て研究を実施する。 

研究テーマ：テーマ題目3 

 

地圏環境リスク研究グループ 

（Geo-Environmental Risk Research Group） 

研究グループ長：張 銘 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 土壌・地下水汚染に係る調査・評価技術、浄化・対

策技術ならびにリスク評価・管理技術の研究開発と知

的基盤整備を重点的に推進する。また、関連開発技術

と成果を広く社会へ還元するために、原発事故や二酸

化炭素地中貯留、核廃棄物の地層処分、休廃止鉱山跡

地管理およびスモールスケールマイニングなどの多く

の実社会問題にも適用し、社会実装と普及を図る。 

研究テーマ：テーマ題目3、テーマ題目5、テーマ題目6 

 

地圏メカニクス研究グループ 

（Geomechanics Research Group） 

研究グループ長：雷 興林 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 実験岩石力学、地球物理学、構造地質学、熱・水

理・力学連成数値解析等の手法を用いて、地層処分、

CO2地中貯留、超臨界地熱資源開発、注水誘発地震等

を研究対象として、地圏環境との調和を考えた地下の

有効利用および資源開発に必要な包括研究と技術の開

発を行う。 

研究テーマ：テーマ題目3、テーマ題目4 

--------------------------------------------------------------------------- 

［テーマ題目1］燃料資源に関する情報整備と評価技術

の開発 

［研究代表者］中嶋 健（燃料資源地質研究グループ） 

［研究担当者］中嶋 健、佐藤 幹夫、後藤 秀作、 

朝比奈 健太、髙橋 幸士、坂田 将、

吉岡 秀佳、持丸 華子、片山 泰樹ほ

か（常勤職員13名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

経済産業省委託研究「平成29年度国内石油天然ガス

に係る地質調査・メタンハイドレートの研究開発等事業

（メタンハイドレートの研究開発）」を推進し、オホー

ツク海網走沖海域、日本海の最上トラフ海域および隠岐

トラフ海域において、表層型メタンハイドレートの賦存

状況を把握するための深海曳航式の海洋電磁探査

（CSEM：Controlled−source Electromagnetics）を実

施した。 

国内石油開発企業との複数の共同研究では、今年度は、

陸海域の堆積盆の解析、炭化水素ポテンシャル評価、砂

岩貯留岩の分布様式の解明に資する目的で、（1）水溶

性ガス田の地層水を採取して、微生物によるメタン生成

ポテンシャル評価や、培養試験、遺伝子解析を行った。

（2）構造性ガスコンデンセートの油や地表の油徴試料

を採取して、バイオマーカー分析を行った。（3）新潟

地域の地表調査と地化学サンプリングを行い、凝灰岩層

の年代測定と層準の評価、および根源岩の地化学分析を

行った。（4）釧路堆積盆の炭化水素ポテンシャルを評

価する目的で、これまで採取した石炭試料の熟成度を評

価した。（5）日高地方の貯留岩砂岩の供給源と供給経

路を解明するための砂岩鉱物組成分析を行った。 

燃料資源開発に関わる鉱床成因の解明や、安定供給に

向けたポテンシャル評価に関する研究成果について、第

28回 GSJ シンポジウム地圏資源環境研究部門成果報告

会（タイトル「地圏資源環境の研究ストーリー －社会

へつなげる研究を目指して－」）において講演およびポ

スター発表を行い、当該分野における産総研のプレゼン

スと社会貢献をアピールした。 

［領 域 名］地質調査総合センター、エネルギー・環

境 

［キーワード］メタンハイドレート、表層型、海洋電磁

探査、メタン生成アーキア、遺伝子解析、

ガス田、メタン生成経路、嫌気培養、バ

イオマーカー分析、熟成度評価、年代測

定、砂岩供給源解析 

 

［テーマ題目2］鉱物資源に関する情報整備と評価技術

の開発 

［研究代表者］高木  哲一（鉱物資源地質研究グルー

プ）、鈴木 正哉（地圏化学研究グルー

プ） 

［研究担当者］高木  哲一、鈴木 正哉、大野  哲二、

児玉  信介、実松  健造、星野  美保子、

森本  慎一郎、昆 慶明、荒岡 大輔、

綱澤 有輝、三好 陽子、森本 和也ほ

か（常勤職員12名、他11名） 

［研 究 内 容］ 

鉱物資源国と共同で資源調査を実施し、我が国の資源

権益確保に必要な各種資源情報を獲得するためにレアメ

タル鉱床の現地調査等を実施し、これらの調査研究を推

進する目的で、レアメタル分析・選鉱実験手法の改良・

高度化を進めた。 

経済産業省委託事業「平成29年度鉱物資源開発の推

進のための探査等事業（資源開発可能性調査）」では、

ミャンマー、アルゼンチン、南アフリカ、カナダ、米国

の5ヵ国において、現地の公的地質調査機関と共同で鉱

床・鉱徴地の現地調査または試料解析等を実施し、資源
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ポテンシャルを評価した。各種鉱物資源データ統合化に

関しては、“Geological Map of Asia”（GSJ, 2011）の地

質情報に関する鉱山位置情報について、過去に作成した

システムを用いて評価を行った。また、アフリカ地域に

おける鉱山位置情報について調査とデータの電子化を行

ない、GRIAS システム（Geo-Resource Information 

Archive System：資源地質情報システム）へ掲載した。

さらに、可視～短波長赤外領域におけるレアメタル鉱物

の分光反射率を測定し、GRIAS システムに登録した。 

レアメタル鉱物分析施設にて、金属元素安定同位体分

析手法の開発・高度化や、蛍光 X 線分析装置の管球交

換、岩石カッターや示差熱天秤装置の更新など、施設の

整備を行った。昨年度に引き続き、レアメタルの需給予

測およびマテリアルフロー解析の研究を実施した。 

瀬戸・東濃地区の未利用資源に関する同地区組合・企

業との共同研究では、「青サバ」と呼ばれる未利用資源

の賦存状況調査および精製実験を実施し、2回の共同研

究チーム会合を瀬戸市にて開催した。また、国内珪質資

源の再評価を開始し、愛知県豊田地区、島根県温泉津地

区の珪砂鉱床および静岡県宇久須地区、山口県美祢地区、

島根県益田地区、栃木県鹿沼地区の珪石鉱床の現地調査

を実施した。 

非金属鉱物資源としての粘土鉱物の創製と産業利用に

おいて、NEDO プロジェクトでのトン（ton）レベルで

の低コストでかつ水蒸気吸着性の高い粘土系吸着剤の工

業的製造方法を確立するとともに、熱利用に関するオフ

ラインの実証試験を行った。また幅広い分野にて工業的

に利用されているベントナイトについて、ベントナイト

中の粘土（モンモリロナイト）含有量の指標となるメチ

レンブルー吸着法について、JIS の原案作成に取り組ん

だ。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］鉱物資源、レアメタル、レアアース、施

設整備、GRIAS、鉱物資源データ統合、

粘土鉱物、ベントナイト、粘土系吸着材、

メチレンブルー吸着法 

 

［テーマ題目3］二酸化炭素地中貯留に関する評価技術

の開発 

［研究代表者］徂徠 正夫 

（CO2地中貯留研究グループ） 

［研究担当者］徂徠 正夫、西 祐司、雷  興林、 

横田 俊之ほか 

（常勤職員8名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、我が国の貯留サイトとして最も可能性が

高いと想定される沿岸域での CO2地中貯留に関して、

その実現のために不可避となる安全性評価に向けた基礎

的な実験や観測調査を実施する。このため、地下の流体

挙動や岩石の安定性に関する室内実験、安全性を監視す

るためのモニタリング技術開発、長期挙動予測を行うた

めのシミュレーション技術開発など、萌芽的課題を含め

て多岐にわたった研究を行っている。 

苫小牧大規模実証試験サイトにおいて高感度の超伝導

重力計による連続重力観測を実施しているが、当該重力

計の感度を決定し、かつドリフト量を評価するためには、

絶対重力計による定期的なチェックが不可欠である。本

年度は、絶対重力計のレーザー出力を維持するため、絶

対重力計のレーザー装置の点検とレーザーチューブの交

換を行った。また、定点計測の補完の観点から、可搬型

重力計を用いた巡回測定により周辺地点の重力変動評価

も重要であるが、この際の測定精度を裏付けるため可搬

型重力計の調整および検定を行った。 

ジオメカニクス研究に関しては、変形と流動に係る地

質モデリングの精緻化を目指し、貯留層やキャップロッ

クを構成する岩石について、変形（体積ひずみ）と浸透

率の相関関係を岩種ごとに定式化する試みに取り組んで

いる。本年度は、産総研が保有する泥岩や砂岩、凝灰岩、

礫岩の各種コア試料について一軸圧縮試験および三軸圧

縮試験を実施し、基礎データとなる力学的パラメータを

取得した。 

さらに、2008年度から日本と韓国で交互に開催して

いた AIST-KIGAM 合同ワークショップを、CO2地中貯

留のみならず、地下水、放射性廃棄物地層処分まで含め

た形で、地下水研究グループと共同で開催することで、

当該分野における国際連携強化に努めた。 

［領 域 名］エネルギー・環境、地質調査総合センタ

ー 

［キーワード］CO2地中貯留、モニタリング、重力、自

然電位、苫小牧大規模実証試験、断層、

モデリング、ジオメカニクス、ナチュラ

ル・アナログ、遮蔽性能、シール圧、地

化学プロセス 

 

［テーマ題目4］地層処分に関する評価技術の開発 

［研究代表者］丸井 敦尚（地下水研究グループ） 

［研究担当者］丸井 敦尚、光畑 裕司、町田 功、 

井川 怜欧、小野 昌彦、松本 親樹ほ

か（常勤職員5名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

高レベル放射性廃棄物の地層処分について、国の特定

放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針（平成27

年）では、国は日本列島の科学的特性マップを提示し、

科学的に適正が高いと考えられる地域（好ましい特性が

確認できる可能性が相対的に高い地域）が示された。各

地域の科学的特性については、総合資源エネルギー調査

会地層処分技術ワーキンググループ（丸井が委員として

参画）にて専門家による検討が進められている。この状

況の中、本研究課題では沿岸域において、原子力政策大

綱でいう、地上からの調査を想定した、ボーリングによ
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る地質・地下水環境を調査・観測しながら、段階的かつ

繰り返し地下水の流動解析を行い、沿岸域における塩淡

境界の形状把握と地下水の長期的な流動・滞留状況を評

価することを目的とした。これによって、ボーリング掘

削を含めた地下水調査と物理探査との組合せや関連デー

タベースの活用等により地下水流動の把握及びその長期

的な変遷の評価に係る総合的な調査評価手法として構築

することをゴールとしている。 

当該年度においては、国民への丁寧な説明を意識しつ

つ、全国の地質環境特性にあわせた調査手法の確立に焦

点を当てて研究を実施している。例えば、調査候補地が

選定された場合、所有者の同意を得ることはもちろんで

あるが、所属する市町村や都道府県にも同意を得た後に、

調査にあたることを旨とした。我が国には多くの地質環

境が存在するため、先ずは堆積岩地域として北海道と新

潟県を選定し、これらの地域においては既存井を用いて、

深部の地下水試料を採取し、温度等の現場観測と試料分

析により水質や同位体を測定した。さらに日本列島沿岸

部の深部地下水の調査により、温度勾配や塩分濃度、滞

留時間等を把握することができるようになった。先に挙

げた地域の科学的特性の要件・基準において THMC

（温度・水理・地盤変動・化学）と呼ばれる事項が重要

視されているが、本研究課題においては、独自の調査に

加え、これまでに公表されている既存のデータベースも

再評価しつつ全国で深部地下水の特性が把握できるデー

タセットを構築している。 

この一方で、我が国の地質環境にかかわる文献調査を

実施し、70万件を超える関連既存文献を収集した、沿

岸海底下の地質・地質構造ならびに地質環境特性に関わ

る情報整備を行いつつ、地質環境や調査の実態を的確に

把握することができるようになっている。これまでの成

果を“とりまとめ”としてまとめた。 

さらには、平成30年度以降に実施予定となっている

国の第三次五カ年計画の先駆けとして、深部掘削技術

（日本原子力研究開発機構・原子力環境整備・資金管理

センターと共同）ならびに海底湧出地下水・立坑を利用

した物質移動（電力中央研究所と共同）をそれぞれ視野

におき、予察的な研究も開始している。沿岸部をメイン

ターゲットとし、総合的な深部地下水研究をシステマテ

ィックに行い、国民の安心につながる成果を残すべく課

題を遂行した。 

［領 域 名］地質調査総合センター、エネルギー・環

境 

［キーワード］地層処分、深部地下水、断層、三次元反

射法調査、深部地質環境 

 

［テーマ題目5］土壌汚染に関する情報整備と評価技術

の開発 

［研究代表者］今泉 博之（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］張 銘、今泉 博之、村尾 智、 

川辺 能成、原 淳子、杉田 創、 

保高 徹生、井本 由香利、 

坂本 靖英、吉川 美穂ほか 

（常勤職員10名、他10名） 

［研 究 内 容］ 

産総研コンソーシアムである「環境水等の放射性セシ

ウムモニタリング」活動を介して、河川水のみならず、

海水中の低濃度放射性セシウムモニタリング技術を普及

し、放射性リスクコミュニケーションにも寄与した。土

壌を対象としたカラム試験法の標準化について、

ISO/TS 21268-3のアップグレードにおいてリーダー的

な役割を果たし、同標準の改訂素案を ISO 技術委員会

での議論を踏まえ、ISO 規格としての承認に向けて大

きく前進させた。 

土壌汚染対策法の改正に伴う土壌汚染の原位置浄化の

高いニーズを背景に、技術の実用化と普及による社会へ

の還元を目標として、関連調査・評価技術、浄化・対策

技術及びリスク評価・管理技術に関する体系的な研究開

発を民間企業および他研究機関との研究協力も重視して

継続的に実施している。本年度は、ヒ素吸着材の環境安

定性の評価に重点を置き、カルシウム及びマグネシウム

系化合物の環境安定性の差異を明らかにした。また、産

総研コンソーシアム「Sustainable Remediation」にお

ける各種活動を介して、環境・社会及び経済的側面を統

合的に考慮する汚染浄化対策の選択に係る意思決定手法

の開発を行い、ハイアラーキカル・デシジョン・モデリ

ング法に基づくサステナブル・レメディエーション意思

決定手法を提案した。 

揮発性有機化合物（VOCs）の原位置浄化技術の実用

化に向けて関連企業と連携し、特に微生物を利活用した

低コスト・低環境負荷バイオレメディエーションに関す

る研究を戦略的に推進し、環境微生物によるベンゼン、

トルエン及びジクロロメタン（DCM）などによる複合

汚染の完全分解のみならず、安定同位体プロービング

（Stable Isotope Probing, SIP）技術による分解微生物

の特定にも成功を収め、国内外誌で発表した。科学的自

然減衰（MNA：Monitored Natural Attenuation）研

究に関しては、実汚染サイトでのモニタリングを継続的

に実施し、汚染物質の濃度減衰と酸化・還元環境との関

連性を評価し、対象汚染物質の分解メカニズムに対する

理解を深めた。 

我が国の地圏環境における環境リスクを評価するため

の解析手法として、地圏環境リスク評価システム

（GERAS）の開発、改良を継続実施している。本年度

は、クロロエチレンなどの新規汚染物質も評価対象に取

り入れ、評価サイトの特性を考慮したモデルの改良を重

ね、複数の企業サイトへ適用可能性を検討し、対策の低

コスト化に寄与した。 

表層土壌評価基本図に関しては、宮城県地域、富山県

地域、鳥取県地域、茨城県地域及び高知県地域の出版に
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続き、平成29年度には GSJ 研究企画室と連携し、「全

国版自然由来重金属類データ整備に向けて」のシンポジ

ウムを第27回 GSJ シンポジウムとして開催し、全国各

地・各界から140名以上の参加者が集まり、全国版整備

の意義について深く議論することができた。また、水俣

条約に基づく水銀削減政策としての経済手法活用可能性

の検討し、水銀汚染の拡大防止に係る枠組みと方策の提

案を行った。 

［領 域 名］地質調査総合センター、エネルギー・環

境 

［キーワード］土壌汚染、地下水汚染、浄化技術、リス

ク評価、放射性セシウム、知的基盤、国

際規格、GERAS、表層土壌評価基本図、

水俣条約 

 

［テーマ題目6］地下水の資源と環境に関する情報整備

と評価技術の開発 

［研究代表者］丸井 敦尚（地下水研究グループ） 

［研究担当者］丸井 敦尚、町田 功、井川 怜欧、 

吉岡 真弓、小野 昌彦、松本 親樹ほ

か（常勤職員6名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

当該課題においては、環境問題の解決に必要な水文

学・地下水学および地下の開発・利用に係る技術に関す

る調査・研究を行う。特に、社会への貢献や研究成果の

反映先を意識しつつ、外部研究機関との連携も保ち、研

究計画を策定し体系的な研究を実施する。また、水文環

境図の作成を基軸に地下水の資源・環境に関する情報を

体系的に取りまとめる。地中熱研究や CO2地中貯留プ

ロジェクトとも連携し、地下水資源の多角的な利活用を

推進する。さらに、経常的な研究課題を通して、看板性

の強化、知的基盤整備の加速化、研究シーズの創出に関

わる研究などを担当し、部門のミッション達成に貢献す

る。研究対象地域は日本国内のみならず、CCOP

（Coordinating Committee for Geoscience Programmes 

in East and Southeast Asia：東・東南アジア地球科学

計画調整委員会）活動などを通して海外にも進出する。 

当該研究課題を次に挙げる。 

1）地下水の研究（基礎研究） 

2）水文環境図の作成 

3）海域地質環境研究 

4）東南アジア沿岸国における地下水の管理と評価 

5）工業用地下水資源の研究 

「地質の調査（2号業務）」ミッションの一つである

知的基盤情報整備の一環として、水文環境図の作成・出

版に向けた現地水文調査、水質・同位体分析などを実施

している。また、水文環境図は既存の全国統一情報に加

え、地域ごとにユーザーが必要とするローカル情報を分

かり易く盛り込むことを検討している。本年度は水文環

境図第10号「大阪」の現地調査を終了し、編集に取り

かかった。また、これまでの出版において問題が発生し

ていた点を解決し、再公開を可能にした。海域地質の環

境研究においては、沿岸域の地下水特性や流動（とりわ

け深部地下水）についての実証試験を実施している。本

年度の研究においては、駿河湾の海域地質調査や地形調

査、断層調査の結果を取りまとめ、海底に湧き出す地下

水の流動経路を把握し、広域・深部・長期にわたる地下

水流動解析を行った。 

また、東南アジア諸国における沿岸地域の地下水の管

理と評価に係る研究も実施している。昨年度から AIST-

CCOP 地下水プロジェクトとして、東南アジア諸国に

おける沿岸域・都市域の水文環境図作成が開始された。

CCOP 地下水プロジェクト PhaseⅢ（2014～）では、

ベトナム・ホン河デルタにおける最新の地下水に関する

情報をコンパイルした水文環境図を作成・出版すること

で合意が成されており、本年度は、そのベースマップと

収録する水文データ、地中熱情報を整備している。 

さらに、工業用地下水資源の確保のため、地下水賦存

量調査を実施してきた。これまでに全国60の地下水盆

の地下水流動解析を実施し、日本列島全域の工業用地下

水資源の賦存量と流動量を算出した。さらには、水循環

基本計画に伴う国の審議会にも経済産業省の命を受けて

参加し、専門的な立場から水管理に貢献した。国際活動、

内外学会への寄与、学協会等委員参加、産業技術総合研

究所イベントへの協力、地質調査総合センター内あるい

は地圏資源環境研究部門内への貢献、技術相談・指導な

ど多角的な活動を実施した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］水文環境図、知的基盤情報整備、地下水

流動解析、CCOP、工業用地下水資源 

 

④【地質情報研究部門】 
（Research Institute of Geology and 

 Geoinformation） 

（存続期間：2004.5.1～） 

 

研究部門長：田中 裕一郎 

副研究部門長：宮崎 一博、荒井 晃作 

首席研究員：齋藤 文紀、池原 研 

総括研究主幹：土田 聡、利光 誠一 

研 究 主 幹：高橋 雅紀 

 

所在地：つくば中央第7 

人 員：75名（75名） 

経 費：1,204,667千円（779,698千円） 

  

概 要： 

1.1 研究目的 

 地質調査に関する我が国における責任機関として、

国の知的基盤整備計画に沿って地質情報の整備と高
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度化を実施し、我が国の産業基盤を引き続き強化す

る。 

 地質情報研究部門のミッションは、日本の国土お

よび周辺海域を対象として地質学的な実態を明らか

にし、陸域・海域地質情報を国の知的基盤として整

備することにある。日本は、四方を海に囲まれ、大

地震や火山噴火が頻発する変動帯に位置する。この

ような地質条件の中、防災・資源・環境に関わる社

会的な課題を解決し、社会の安全・安心で持続的発

展を支える地質情報が求められている。そこで、最

新の地質情報を整備し、その科学的根拠に基づいて

地球の過去・現在を知り、地球環境の健全性の評価

および自然災害発生リスクに関する科学的理解と将

来予測を社会に発信する。これにより、①産業立地

評価、自然災害軽減、資源の利用と地球環境保全、

地下利用などに関する科学的根拠の提示、②地球を

良く知り、地球と共生するための国民の科学的理解

の増進、③国際貢献、④地質情報や調査技術による

地質ビジネスの支援を目指す。 

 

1.2 中期目標・計画達成のための方針 

 地質調査のナショナルセンターとしての地質情報

の整備を実施する。我が国の知的基盤整備計画に基

づいて、国土およびその周辺海域の地質図、地球科

学基本図のための地質調査を系統的に実施し、地質

情報を整備する。具体的には下記の通り。 

・知的基盤整備計画に沿った地質図幅・地球科学

図等の系統的な整備、及び1／20万シームレス地

質図の改訂を行う。日本の陸域の地質情報を整

備するとともに、地質情報としての衛星データ

の整備と活用を行う。 

・南西諸島周辺地域の地質調査を着実に実施し、

日本周辺海域の海洋地質情報の整備を行う。 

・沿岸域の海陸シームレス地質情報の整備を行う。

ボーリングデータを活用した都市域の地質・地

盤情報を整備する。 

・地質調査の人材育成を行う。 

 

1.3 グループ体制と重点課題 

 中長期目標・計画を達成するため、研究グループ

をベースにした基礎・萌芽研究と、ユニット・グル

ープを横断するプロジェクト研究によるマトリック

ス方式を継続して採用する。研究グループは専門家

集団としての特徴を生かし、プロジェクト研究の基

礎を支え、将来のプロジェクト創出の基となる研究

を実施する。当部門の組織体制は12研究グループ

から構成される。当部門では研究グループを横断す

る以下の5プロジェクト（P）を設定し、連携・協

力して研究を進める。 

・陸域地質図 P：国土基本情報としての陸域の島弧

地質と知的基盤整備。 

・海域地質図 P：国土基本情報としての海域の島弧

地質と知的基盤整備。 

・海底鉱物資源 P：海底熱水鉱床ポテンシャル評  

価に資するための広域調査。 

・沿岸域の地質・活断層調査 P：陸域－沿岸域－海

域をつなぐシームレス地質情報の整備と活断層の

評価。 

・衛星情報 P：衛星情報の整備と利活用の研究。 

 

1.4 内外との連携 

 社会の要請に積極的に応えるために、地質情報の

信頼性の確保と利便性の向上を図り、国・自治体・

産業界との「橋渡し」を強化して、科学的根拠に基

づいて提言などを行う。 

 他の関連ユニットとの連携を強め、産総研におけ

る地質調査総合センター（GSJ）としての機能を十

分に果たす中核を担うとともに、産総研内外の連携

を推進する。 

 研究によって形作られる地質情報はもちろんのこ

と、地球を理解する科学技術は、地質学的にも関連

の深いアジアをはじめとする世界にとって共通の財

産であり、地質情報研究部門は CCOP（東・東南

アジア地球科学計画調整委員会）等の国際組織や

IODP（統合国際深海掘削計画）、ICDP（国際陸上

科学掘削計画）などの国際プロジェクトを通じて世

界に貢献する。また、地すべりなど地質災害の緊急

課題についても、地質調査総合センターとして迅速

に取り組む。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金： 

（戦略予算）「新たな高分解能曳航型探査パッケージ

AISTs の開発」 

 

（標準化戦略 FS）「3次元地質情報の標準化」 

 

外部資金： 

経済産業省 ものづくり産業振興費（産業技術研究開発

委託費）「ハイパースペクトルセンサ・データの高度利

用等に係る研究開発」 

 

中国地方整備局出雲河川事務所「人との相互作用によっ

て持続する汽水湖生態系の構築に関する研究」 

 

農林水産省 水産業再生プロジェクト「生態系ネットワ

ーク修復による持続的な沿岸漁業生産技術の開発」 

 

国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構 

生物系特定産業技術研究支援センター 革新的技術開
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発・緊急展開事業「二枚貝養殖の安定化と生産拡大の技

術開発」 

 

国立研究開発法人海洋研究開発機構 科学技術試験研究

委託事業「南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「温帯性サンゴ骨格から検証する日本周辺の

地球環境変動」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（C））「次世代シーケンシング技術を用いた日本近

海産宝石サンゴの幼生分散の解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（挑戦

的萌芽研究）「堆積物の残留磁化獲得過程における生物

学的作用の研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「沈降域の沖積層を用いた最終氷期最盛期以

降の海水準変動復元」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（研究

活動スタート支援）「プレート二重沈み込み領域におけ

るマグマ供給系の研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（C））「強制海退によって規定されたバリアースピ

ットの堆積様式の解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（C））「ジルコン U-Pb 年代を用いた日高衝突境界

周辺の地体構造解析」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（C））「海洋地殻進化解析に基づく、三波川帯－御

荷鉾帯－秩父帯北帯の統合的理解」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（C））「新たな変成反応進行過程の提案と反応継続

時間の推定」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（C））「松島湾の泥の物理的変遷解明に基づいた閉

鎖性海域の長期環境評価」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（挑戦

的萌芽研究）「樹木年輪に記録された地磁気・地球環境

変動の SQUID 顕微鏡による超高分解能復元」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（若手

研究(B)）「オフィオライト海洋地殻を用いた熱水変質

に伴う元素移動モデルの確立」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（若手

研究(B)）「過去1,000年間における洪水履歴とそれに応

じた微高地の地形発達過程」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（若手

研究(B)）「信頼性の高い3次元地質情報の Web 共有手

法の研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（新学

術領域研究（研究領域提案型））「海溝型巨大地震の最大

規模推定に資する地質構造の強度推定」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（C））「前弧堆積盆の累積様式から島弧前縁のひず

み履歴を復元する手法の開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（若手

研究(B)）「津波堆積物の地層中への埋没・保存過程と

堆積学的特徴の保存可能性の解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（若手

研究(B)）「ポリミネラル微粒子を用いた第四紀後期海

底堆積物の高精度 OSL 年代測定」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（若手

研究(B)）「南関東の前弧海盆における不整合と大規模

な海底地すべりの関係の解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（若手

研究(B)）「ハロゲンと塩素同位体組成から探るマント

ル不均質とその起源の解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（挑戦

的萌芽研究）「極小アレイを用いた新しい微動探査法の

開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（研究

活動スタート支援）「炭質物を利用した新しい地質温度

圧力速度計の開発と地球科学への応用」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（若手

研究(A)）「堆積環境-生物撹拌-生痕相の関係性の解

明：北西太平洋全域調査からのアプローチ」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（新学

術領域研究（研究領域提案型））「同位体から制約する核 
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－マントルの共進化」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（新学 

術領域研究（研究領域提案型））「核－マントルの地震・ 

電磁気観測」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（新学

術領域研究（研究領域提案型））「アジアにおけるホモ・

サピエンス定着期の気候変動と居住環境の解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（新学

術領域研究（研究領域提案型））「南大洋の古海洋変動ダ

イナミクス」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（S））「海洋酸性化の沿岸生物と生態系への影響評

価実験」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（S））「浅海底地形学を基にした沿岸域の先進的学

際研究－三次元海底地形で開くパラダイム－」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（A））「地球史海洋底断面復元プロジェクト：太古

代から原生代への環境大変動解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（A））「西部北極海の海氷減少と海洋渦が生物ポン

プに与える影響評価」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（A））「日本内湾の堆積物を用いた高時間解像度の

環境復元と人間社会への影響評価」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（A））「水月湖と日本海の精密対比：ダンスガー

ド・オシュガーイベントの原因論をめざして」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（A））「別府湾柱状堆積物の解析にもとづく過去

8,000年間の太平洋十年規模変動の復元」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「国内古生物標本ネットワークの構築とキュ

レーティング支援方法の確立」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「ターミナル海盆の堆積記録を用いた南海ト

ラフの地震発生履歴の高精度化」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「堆積平野における不整形地盤構造のモデル

化精度が強震動予測に及ぼす影響の評価」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「深海における地磁気異常が明らかにする古

地磁気変動」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「完新世の地球環境変動に対するサンゴ礁堆

積物生産量変動モデルの確立」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「低逆転頻度期の古地球磁場強度長期連続変

動の解明－外核プロセスへの新たな制約」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「最終氷期以降の太平洋子午面循環と気候変

動」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「ドミニカ共和国沿岸の重金属汚染の時空間

的推移と流入実態の調査と負荷源対策の検証」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「大陸下マントルの形成とその改変過程：世

界最古のかんらん岩体での物質科学的検証」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「サイドスキャンソナーと画像解析を組み合

わせた海底質の面的モニタリング手法の開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「南海トラフ東部におけるレベル1.5地震・

津波の実態解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（C））「低圧変成帯の温度圧力構造と島弧地殻のダ

イナミクスの解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（C））「現代リスク社会の変容における公共政策の

役割：公共政策と「不確実性」」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（C））「Web GIS 3次元地質モデラーを効率的に活

用するための地層対比支援システムの開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（C））「シームレス地質図を活用した学習モデルの 
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実践的構築」 

 

文部科学省 科学技術人材育成費補助金「卓越研究員事

業」 

独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構「平成

29年度海洋鉱物資源開発に向けた資源量評価・生産技

術等調査に係るコバルトリッチクラスト国際鉱区におけ

る環境ベースライン調査データ解析業務」 

 

国立研究開発法人海洋研究開発機構 戦略的イノベーシ

ョンプログラム「次世代海洋資源調査技術 海洋資源の

成因に関する科学的研究に基づく調査海域絞込み手法の

開発」 

 

島根県「宍道湖における水産資源再生に関わる地学的因

子の解明」 

 

独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構「平成

29年度海洋鉱物資源調査に係る海洋鉱物探査研究」 

 

民間調査・研究等助成金 平成29年度東京地学協会

「上総層群指標テフラの供給源と年代の再検討」 

 

発 表：誌上発表174件、口頭発表315件、その他179件 

--------------------------------------------------------------------------- 

平野地質研究グループ 

（Quaternary Basin Research Group） 

研究グループ長：中島 礼  

（つくば中央第7） 

概 要： 

 堆積平野とその周辺丘陵地を主な研究対象とし、そ

れらの実態把握と形成プロセスの総合的な理解に努め、

自然災害の軽減・産業立地・環境保全等に貢献する地

質情報を提供する。この目的のため、陸域地質図プロ

ジェクトや沿岸の地質・活断層調査プロジェクトにも

積極的に参加し、また関連する内外の諸研究グループ

や機関とも連携して研究を進める。関東平野、三河平

野、濃尾平野、伊勢平野、駿河湾沿岸、下北半島など

の沿岸平野及び会津盆地などの内陸盆地を重点的に調

査・研究している。平野を構成する地層の詳細な層

序・地質特性・地質構造などを把握し、またそれらの

形成プロセスを明らかにするとともに、地質情報のマ

ップ化、データベース化を進めている。さらに平野地

域に関連した自然災害が発生した場合は関係諸グルー

プと連携を取り、被害調査などを実施する。 

 年代層序や堆積環境復元などに資する古生物学や堆

積学的手法、火山灰層序など、地層の年代や堆積環境

復元に資する基礎研究も進めている。 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目8、テーマ題目

12、テーマ題目13、テーマ題目23 

層序構造地質研究グループ 

（Stratigraphy and Tectonics Research Group） 

研究グループ長：中江 訓 

（つくば中央第7） 

概 要： 

活動的島弧である日本列島と大陸縁辺域であるアジ

ア周辺地域における地質学的実態を把握しその長期的

造構過程を解明するために、① 沈み込みに伴う海溝

−前弧海盆での堆積過程ならびに過去の島弧−海溝系

である造山帯（沈み込み型及び衝突型）の造構過程の

解明、② 火山弧周辺（前弧−火山フロント−背弧内堆

積盆）における火山活動の時空間変遷と弧内堆積盆の

形成過程の解明、③ 年代層序区分の高精度化に向け

た微化石層序区分の構築ならびに化石生物の解析によ

る古海洋地理区の解明、などの地質学的問題を主要な

課題と位置づけた「層序構造地質の研究」を、系統的

かつ総合的に展開する。さらに国土の基本地質情報整

備のために部門重点課題として実行される「陸域地質

図プロジェクト」の中核研究グループとして、「層序

構造地質の研究」の成果と最新の地質学的知見を融合

し、我が国の知的基盤情報として各種の陸域地質図整

備を担当する。 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目24 

 

地殻岩石研究グループ 

（Orogenic Processes Research Group） 

研究グループ長：宮崎 一博 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 地殻岩石の研究では、変成帯・火成岩体を研究対象

とし、その形成において本質的な沈み込み帯での変

形・変成作用、島弧地殻での変形・変成・火成作用な

どを、地層・岩体の地質調査、岩石・鉱物の化学分

析・構造解析、及び形成モデリングにより明らかにす

る。また、国土の基本地質情報整備のために部門重点

課題として実行される陸域地質図及び次世代シームレ

ス地質図の研究に、その中核研究グループとして参画

する。陸域地質図の研究においては、地殻岩石の研究

成果及び既存の地質体形成過程に関する知見を融合・

適合することにより高精度の地質図の作成を行う。次

世代シームレス地質図の研究では、日本列島に分布す

る火成岩及び変成岩の分類及び区分を担当する。研究

成果は論文・地質図・データベースなどを通じて公表

する。 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目4、テーマ題目 

25 

 

シームレス地質情報研究グループ 

（Integrated Geo-information Research Group） 

研究グループ長：西岡 芳晴 
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（つくば中央第7） 

概 要： 

 陸域地質図プロジェクトの主要グループとして5万

分の1及び20万分の1地質図幅の研究を行う。また、

20万分の1日本シームレス地質図ウェブサイトの改良

を行うとともに、20万分の1日本シームレス地質図

V2の編集を行う。20万分の1日本シームレス地質図を

ベースとした地球科学図の統合データベース「地質図

Navi」の構築及びオープンデータ化、野外地質デー

タのデータベース化を行う。更に、地質情報を、社会

に役立つ、新たな価値を創出する情報として発信する

ための研究開発や標準の策定を行う。アジアの地質情

報の研究・整備・解析、野外調査を基礎にした地質学

的・地球物理学的研究も実施する。 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目4、テーマ題目

19、テーマ題目26 

 

情報地質研究グループ 

（Geoinfomatics Research Group） 

研究グループ長：中澤 努 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 情報地質研究グループは、地層や地質試料から

新たな地質情報を抽出し、それらを高度化・統合化す

ることによって、新たな地質学的視点を創出する研究

を行う。野外地質踏査やボーリング調査、常時微動観

測、各種室内分析、X 線 CT 等の機器を用いた解析に

より、基礎的な地質情報を抽出し高精度化するととも

に、それら地質情報の処理技術の開発研究を実施する。

またシームレス化・デジタル化された地質情報を統合

することにより、地質災害軽減等に資する研究を行い、

それらの研究をベースに、都市域の地質地盤図、海陸

シームレス地質図、陸域地質図等、部門が推進する地

質情報整備に積極的に取り組む。地質情報を公開する

ための仕様の検討やシステム構築についても取り組む。 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目8、テーマ題目

14、テーマ題目22、テーマ題目27 

 

リモートセンシング研究グループ 

(Remote Sensing Research Group) 

研究グループ長：岩男 弘毅 

（つくば中央第7） 

概 要： 

産総研では資源探査を中心に JERS-1 (OPS、 

SAR)、ASTER、PALSAR といったセンサー開発、

およびそのデータ利用に関する研究を行ってきた。リ

モートセンシング研究グループは、これらのデータと、

地質情報を統合することにより、環境・資源・防災等

に資するリモートセンシングに関する研究開発を行う

ことを目的とする。具体的には、衛星アーカイブ・配

信に関する研究、品質管理（校正・検証および標準

化）に関する研究、衛星情報の利活用促進のための研

究を実施する。衛星アーカイブ・配信に関する研究で

は日米共同運用中の ASTER を長期アーカイブするた

めの仕組みおよび、その処理に係る研究を、品質管理

に関する研究では光学センサーの経年劣化を把握する

ための代替校正・相互校正手法に係る研究、利活用促

進に関する研究では、特に ASTER を用いた防災、資

源、環境・基盤データ作成に関する利用研究を実施す

る。 

研究テーマ：テーマ題目15、テーマ題目28 

 

海洋地質研究グループ 

（Marine Geology Research Group） 

研究グループ長：片山 肇 

（つくば中央第7） 

概 要： 

海域地質図プロジェクトおよび沿岸域プロジェクト

の中核を担って研究を遂行する。日本周辺海域の海洋

地質情報を整備公開するとともに、それらのデータを

基に日本周辺海域の地質構造発達史、活断層評価、堆

積作用、古環境変動、および海底火山や熱水活動に伴

う地質現象の解明を行うことを目的とする。白嶺等の

調査船を用いて音波探査、堆積物および岩石採取を行

い、それらの解析によって海洋地質図（海底地質図お

よび表層堆積図）を作成、出版する。これらの調査で

得られたデータをデータベースとして整備しインター

ネットでの公開も進める。地質情報に乏しい沿岸海域

についても、小型船舶を用いて音波探査と堆積物採取

を行い、沿岸域の地質情報の整備を進めるとともに沖

合と陸上の地質情報の統合的な解析を行う。これらの

調査およびこれ以外の内外の調査航海や他機関のデー

タ等を活用し、活動的構造運動や堆積作用、古環境変

動等の海域における地質現象の解明を行う。 

研究テーマ：テーマ題目5、テーマ題目7、テーマ題目9、

テーマ題目14、テーマ題目16、テーマ題

目17、テーマ題目29 

 

地球変動史研究グループ 

（Paleogeodynamics Research Group） 

研究グループ長：渡辺 真人 

（つくば中央第7） 

概 要： 

  古地磁気・岩石磁気層序及び微化石層序学的研究を

統合した高分解能年代スケールを基盤とし、海陸の地

質・古生物学的及び地球物理学的情報を統合して、地

質学的時間スケールの地球システム変動やテクトニク

スを解明する。これらの研究を基盤として、当部門の

ミッションである陸域・海域地質情報の整備に貢献す

る。具体的には以下の研究を進める。1. 新生代統合
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高分解能年代タイムスケールに関する研究。微化石層

序、古地磁気強度変化、同位体層序、テフラ層序、サ

イクル層序等を統合した高分解能タイムスケールを構

築しつつ、日本列島の新生代層序の枠組みの改善にそ

れを活用する。2. 日本列島及び周辺海域のテクトニ

クスと古環境の解明。海陸の地質・地球物理情報を総

合的に解析しモデル化することにより、日本列島と周

辺海域のテクトニクスを解明するとともに当時の環境

を明らかにする。その基礎的解析法として海底及び沿

岸域における高分解能表層物理探査、堆積物の解析お

よび大型化石の古環境指標に関する研究と技術開発を

行う。3. 古地磁気変動の解明。数千年から数十万年

の時間スケールを持つ古地磁気強度・方位の変動や地

磁気エクスカーションの実態解明を進め、地磁気変動

と地球軌道要素・気候変動のリンクの可能性を探ると

ともに、岩石磁気学的手法を応用した古環境研究を進

める。これらの3つの研究のポテンシャルを生かし、

陸域・海域地質図・地球物理図作成、海底鉱物資源ポ

テンシャル評価・資源情報整備に関して貢献する。 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目5、テーマ題目6、 

テーマ題目30  

 

資源テクトニクス研究グループ 

（Tectonics and Resources Research Group） 

研究グループ長：下田 玄 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 我が国周辺海域における海底鉱物資源の広域ポテン

シャル評価に資する研究を行った。その為に我が国周

辺海域で採取された地質試料に対して地質学的・岩石

学的・地球化学的な研究を行った。これらの複数の研

究手法を組み合わせることで、海底鉱床の生成に重要

な元素の移動や濃集過程を解明し、鉱床形成につなが

る元素濃集過程の指標を科学的に見いだすことを試み

た。岩石学的研究は、日本周辺海域の構造発達史を明

らかにする為に用いた。日本周辺の広大な海域につい

て海底鉱物資源のポテンシャル評価を行う為には、海

底熱水鉱床が形成されるテクトニックセッティング、

すなわち、前弧海底拡大、超低速拡大軸、背弧・島弧

内リフト盆地の形成過程の解明が不可欠である。これ

らの形成過程を科学的に解明することで海底鉱物資源

の広域的なポテンシャル評価に資する研究を行った。

地球化学的な研究は、海底鉱床の生成に重要な元素の

移動や濃集過程の解明に応用することができる。すな

わち、同位体比や化学組成が変化する過程を科学的に

解明することで、鉱床形成につながる元素濃集過程の

指標を科学的に見いだす為の研究を行った。 

研究テーマ：テーマ題目7、テーマ題目20、テーマ題目

32 

 

海洋環境地質研究グループ 

（Marine Geo-Environment Research Group） 

研究グループ長：鈴木 淳 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 地球環境保全や地質災害などに関する科学的根拠の

提示のため、都市沿岸域の環境、及びそれに大きな影

響を及ぼす海洋地球環境について、その環境変動幅と

変動要因を明らかにする。地球環境問題、すなわち温

暖化 (海域・内水域)、海水準上昇、海洋酸性化に関

係する地質学的諸問題の解明に当たるとともに、それ

らの過去の変遷を復元する研究に注力する。これら目

標実現に向けて、安定同位体比分析を始め各種地球化

学的分析法及び光ルミネッセンス（OSL）年代測定法

等の高度化について重点的に取り組むと共に、堆積学、

海岸工学、古生物学など多様な手法の連携により、研

究課題に対して総合的なアプローチを取る。また、部

門の重点プロジェクト「海域地質図プロジェクト」及

び「沿岸域の地質・活断層調査」に参画する。海底鉱

物資源については、生物地球化学及び海洋生態学的手

法を用いた物質循環と環境変遷の調査・分析を企画し、

海洋環境ベースライン調査、環境影響評価の観点から

の貢献を図る。 

研究テーマ：テーマ題目5、テーマ題目31 

 

地球化学研究グループ 

（Geochemistry Group） 

研究グループ長：岡井 貴司 

（つくば中央第7） 

概 要： 

地殻における元素の地球化学的挙動の解明を中心と

した地球化学情報の集積・活用と高度な分析技術の開

発を目的とし、元素の地球化学的挙動解明の基礎とな

る地球化学図の作成、あらゆる地質試料の分析の基礎

となる地球化学標準物質の作製、地質関連試料の高度

な分析技術の開発と維持・普及を行う。地球化学図の

研究では、大都市市街地における元素のバックグラウ

ンドを明らかにするために、従来の10倍の精度を持

つ精密地球化学図を作成するとともに、既に公開して

いる地球化学図データベースの充実を図る。標準物質

の研究では、岩石標準試料の国内唯一の発行機関とし

て、ISO に対応した各種地質試料の認証標準物質の

作製を行うとともに、岩石標準試料の各種情報をデー

タベースとして公開する。また、地球化学の基礎技術

として、様々な地質試料中の元素の高度な分析技術の

開発と、それらを用いた元素の挙動解明の研究を行う。 

研究テーマ：テーマ題目3、テーマ題目33、テーマ題目

35 

 

地球物理研究グループ 
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（Geophysics Group） 

研究グループ長：名和 一成 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 地球物理データを取得する調査手法、解析技術、シ

ミュレーション技術の開発・高度化を行い、地下地質

構造・地下動態を解明する。重力図・磁気図の作成及

び重力等の地球物理関連データベースの拡充を行うと

ともに、地球物理情報と他の地質情報を統合・連携し

た研究を推進する。また、平野部や沿岸域において地

震探査や重力・磁気探査など物理探査を実施し地質・

活断層に関する詳細な地下構造を求めることで、国土

の知的基盤地質情報整備とその利活用に貢献する。こ

れらの研究成果は論文・地球科学図・データベースや

産総研一般公開・地質情報展などを通じて社会に発信

する。各種探査技術を活用して民間企業との共同研究、

技術コンサルティングも実施する。 

研究テーマ：テーマ題目2、テーマ題目10、テーマ題目

11、テーマ題目18、テーマ題目34 

--------------------------------------------------------------------------- 

［テーマ題目1］陸域地質図の研究（運営費交付金：重

点プロジェクト） 

［研究代表者］中江 訓（層序構造地質研究グループ） 

［研究担当者］中江 訓、原 英俊、野田 篤、 

工藤 崇、辻野 匠、宇都宮 正志、 

伊藤 剛、大井 信三、水野 清秀、 

小松原 琢、小松原 純子、納谷 友規、 

宮崎 一博、高橋 浩、濱崎 聡志、 

山崎 徹、佐藤 大介、細井 淳、 

巌谷 敏光、板野 靖行、内野 隆之、

長森 英明、高橋 雅紀、尾崎 正紀、

井上 卓彦、名和 一成、大熊 茂雄、

宮川 歩夢、山元 孝広（活断層・火山

研究部門）、川邊 禎久（活断層・火山

研究部門）、石塚 治（活断層・火山研

究部門）、及川 輝樹（活断層・火山研

究部門）、古川 竜太（活断層・火山研

究部門）、宮下 由香里（活断層・火山

研究部門）、吾妻 崇（活断層・火山研

究部門）、白濱 吉起（活断層・火山研

究部門）、高木 哲一（地圏資源環境研

究部門）、昆 慶明（地圏資源環境研究

部門）、中嶋 健（地圏資源環境研究部

門）、村田 泰章（福島再生エネルギー

研究センター）、中川 充（北海道セン

ター産学官連携推進室）、宮地 良典

（地質調査総合センター研究戦略部）、 

駒澤 正夫（客員研究員）、久保 和也

（客員研究員）、横山 俊治（客員研究

員）、鎌田 耕太郎（弘前大学）、 

竹内 誠（名古屋大学）、植木 岳雪

（千葉科学大学）、遠藤 俊祐（島根大

学）、脇田 浩二（山口大学）、 

大和田 正明（山口大学） 

（常勤職員42名（うち他研究ユニット

14名）、他9名） 

［研 究 内 容］ 

「陸域地質図の研究」の実施にあたっては、本部門・

他研究ユニット及び外部研究機関の研究者との協力体制

のもと、「層序構造地質」・「平野地質」・「地殻岩石」・

「シームレス地質情報」・「火山活動」（活断層・火山研

究部門）の5つの研究グループが中心となって推進して

いる。 

20万分の1地質図幅では、1区画（宮津）の調査研究

を継続させるとともに3区画（広尾・野辺地・輪島）の

調査・編纂を終了し、新たに1区画（富山）の改訂に着

手した。5万分の1地質図幅に関しては、新規に１区画

（大河原）の調査を開始、1区画（陸中関）の調査を再

開、8区画（浄法寺・外山・角館・桐生及足利・川越・

和気・池田・栗野）の調査研究を継続させるとともに、

7区画（十和田湖・上総大原・稲取・明智・本山・馬

路・久賀）の調査が終了した。また、4区画（網走・吾

妻山・糸魚川・身延）の地質図及び報告書を完成させた。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］地質図幅、20万分の1地質図、5万分の1

地質図 

 

［テーマ題目2］地球物理図（運営費交付金：重点プロ

ジェクト） 

［研究代表者］名和 一成（地球物理研究グループ） 

［研究担当者］名和 一成、伊藤 忍、大熊 茂雄、 

住田 達哉、宮川 歩夢、村田 泰章

（福島再生エネルギー研究センター）、 

駒澤 正夫、中塚 正 

（常勤職員6名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

活動的島弧に位置する国土の地下地質構造を体系的に

解明するために重力図、空中磁気図、データベースなど

の作成を行う。20万分の1重力図については、金沢地域

重力図（ブーゲー異常）を WEB 出版した。また、名古

屋地域重力図（ブーゲー異常）の編集作業を進めた。以

降出版予定の伊勢、静岡地域で重力データを取得した。

東北地方南部沿岸域高分解能空中磁気異常図の出版に向

けたデータ処理を進めた。重力データベース・日本列島

基盤岩類物性データベース（地質情報データベース）の

維持作業を行った。精密重力測定技術開発のための基礎

的・実験的研究を行った。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］地球物理図、重力図、空中磁気図、岩石

物性、データベース 
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［テーマ題目3］地球化学図（運営費交付金：重点プロ

ジェクト） 

［研究代表者］岡井 貴司（地球化学研究グループ） 

［研究担当者］岡井 貴司、今井 登、太田 充恒、 

御子柴 真澄、間中 光雄、久保田 蘭、

立花 好子（常勤職員5名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 元素の地球化学的挙動解明の基礎となる地球化学図の

作成において、大都市市街地を含む地域における元素の

バックグラウンドを明らかにするために、従来の日本全

国図の10倍の精度を持つ精密地球化学図を作成する。

また、日本全国のヒ素、水銀、カドミウムなどの有害元

素をはじめとする53元素の濃度分布の全データをデー

タベース化し、地球化学図データベースとしてインター

ネットを通して活用できるようにするとともに、日本に

おける地球化学基盤情報を提供する。 

 精密地球化学図の作成では、一昨年度出版した関東地

方「関東の地球化学図」の次の地域として、名古屋市を

中心とした中部地域について調査を行った。予定地域の

南西部（滋賀県、三重県、奈良県、和歌山県、京都府）

から247個の河川堆積物試料を採取し、計画した予定地

域内全ての試料採取を完了した。試料は各河川の指定さ

れた地点の周辺において、その河川の上流域から供給さ

れた細粒の堆積物（最大粒径3 mm 程度以下）約1 kg

をスコップ等で採取し、実験室で乾燥したのち80メッ

シュ以下の成分を篩分け、自然乾燥した後、粉砕し、分

析に用いる試料とする。また、昨年度の調査で中部地域

（愛知県、滋賀県、三重県、静岡県）から採取した試料

について化学分析を開始した。化学分析は、試料を硝酸、

過塩素酸、フッ化水素酸で分解後、硝酸酸性の試料溶液

を作成し、主成分元素は ICP 発光分光分析法、微量成

分元素は ICP 質量分析法で行い、水銀については試料

を直接、加熱気化原子吸光法により分析した。 

 地球化学図データベースでは、日本全国の陸域とそれ

につながる沿岸海域のヒ素、水銀、カドミウムなどの有

害元素をはじめとする53元素の濃度分布図を公開して

おり、作成に用いた河川堆積物試料（陸域、約3,000

個）及び海底堆積物試料（海域、約5,000個）の採取地

点の他、各元素の分析データを閲覧・ダウンロードでき

る。また、試料中のカリウム、ウラン、トリウム含有量

から計算式により求めた、日本における大地からの自然

放射線図についても公開している。一昨年度からは、関

東地方精密地球化学図を「関東の地球化学図」として公

開（53元素及び自然放射線）するとともに、作成に用

いた河川堆積物試料（約1,500個）の情報も日本全国図

と同様の内容を公開している。「関東の地球化学図」公

開に際しては、日本全域の地球化学図と、表示縮尺に応

じた地図の切り替えを行う必要があるため、Google 

Maps を用いて縮尺レベルによるフィルタリングで日本

全域版と関東の地球化学図を切り替えられるようにして

おり、大縮尺時は日本全国図を表示し、一定のズームレ

ベルに達すると関東の地球化学図に自動的に切り替わる

ようになっている。今年度は、地球化学図の3D 化に取

り組んだ。これまで公開してきた地球化学図は、二次元

的な表現であるため、地形の起伏形状と元素の分布との

位置関係が把握しづらかったことから、3D 地図表示用

ライブラリである Cesium を用いて3D 地図上に地球化

学図を重ね合わせ表示する機能を構築し、銅、鉛、水銀、

クロムの4元素の全国版地球化学図について、3D 地球

化学図として公開した。3D 地球化学図では、スライド

バーによる地図の透過率の変更（0～100 %）及び地形

の強調表示（1～3倍）を可能にし、試料採取地点の表

示も切り替え可能にした。試料採取地点の表示では、元

素濃度をピンの長さと色で表示すると共に、ピンをクリ

ックすると試料詳細情報を表示するようにして、地球化

学図を見ながら試料の様々な情報を表示できるよう、利

便性も向上させた。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］地球化学図、データベース、有害元素、

バックグラウンド、環境汚染、元素分布 

 

［テーマ題目4］次世代シームレス地質図の編纂（運営

費交付金：重点プロジェクト） 

［研究代表者］西岡 芳晴 

（シームレス地質情報研究グループ） 

［研究担当者］西岡 芳晴、坂野 靖行、長森 英明、

内野 隆之、川畑 大作、斎藤 眞 

（常勤職員6名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

正式公開された20万分の1日本シームレス地質図 V2

の約2,400個の凡例に対応した配信システムを開発する。

主として新規出版図幅によりデータの更新を行う。 

 本年度は、20万分の1日本シームレス地質図 V2の正

式公開を行った。また、新規出版された20万分の1地質

図幅「松山」のデータを追加、シームレス化を行い、公

開した。さらに、2次利用を促進させるために、外部ウ

ェブサイトやアプリケーションから20万分の1日本シー

ムレス地質図 V2を利用できるようにするための Web 

API を公開、シェープファイルダウンロードサービス

を開始した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］シームレス地質図、Web API、タイルマ

ップ、シェープファイル 

 

［テーマ題目5］海域地質図プロジェクト（運営費交付

金：重点プロジェクト） 

［研究代表者］荒井 晃作（地質情報研究部門） 

［研究担当者］荒井 晃作、池原 研、片山 肇、 

板木 拓也、井上 卓彦、佐藤 智之、 

天野 敦子、杉崎 彩子、三澤 文慶、
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小田 啓邦、佐藤 太一、佐藤 雅彦、

鈴木 淳、長尾 正之、田中 裕一郎、

兼子 尚知、下田 玄、針金 由美子、

石塚 治(活断層・火山研究部門)、 

阿部 信太郎(活断層・火山研究部門)、

岡村 行信(活断層・火山研究部門)、 

古山 精史朗、味岡 拓、多惠 朝子、

片山 礼子、井上 絵里 

（常勤職員20名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

日本周辺海域の地球科学的調査・研究を通じて、地殻

を中心とした海洋地球に関する基盤的情報を系統的に整

備し、広く社会へ提供する。特に、海洋地質図の整備、

海洋地質データベースの構築とインターネット公開、こ

れらを支え、発展・高度化させる基盤的研究を行い、世

界をリードする研究に取り組む。なお、海洋地球に関す

る基盤的情報及び科学的知見は、国や社会の持続的発展

を支える基本的公共財として、産業立地を含む各種海洋

開発・災害軽減・環境管理などに対する基礎的資料とな

る。 

 本年度は、沖縄県石垣島周辺海域及び鹿児島県奄美大

島西方海域において調査航海を実施するとともに、これ

までの調査航海の結果に基づき、海洋地質図の整備を進

めた。その結果、石垣島周辺の調査航海では1,730海里

の航走観測（音波探査・表層地層探査・地形調査・地磁

気観測・重力測定）と5地点での有索無人探査機による

海底観察と岩石採取を行った。奄美大島西方海域では

72地点でのグラブ採泥、4地点での柱状採泥を行うとと

もに、音響測深と地磁気観測を行った。石垣島南方海域

では前弧域に海盆状の地形が形成されており、フィリピ

ン海プレートの沈み込みに伴う構造が発達している様子

が確認された。これらの結果は速報に取りまとめた。ま

た、響灘海底地質図（CD）を出版した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］海底地質図、重力・地磁気異常図、表層

堆積図、データベース、日本周辺海域、

南西諸島海域、白嶺 

 

［テーマ題目6］大陸棚調査（運営費交付金：重点プロ

ジェクト） 

［研究代表者］渡辺 真人（地質情報研究部門） 

［研究担当者］渡辺 真人、岸本 清行、小田 啓邦、

下田 玄、石塚 治（活断層・火山研究

部門）、湯浅 真人（地圏資源環境研究

部門客員研究員）、西村 昭（地圏資源

環境研究部門客員研究員）、棚橋 学

（地圏資源環境研究部門客員研究員） 

（常勤職員5名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

本テーマは部門の重点プロジェクトのひとつであるが、

部門を横断する大陸棚チーム員および招聘研究員、研究

顧問等の協力のもとに取り組んだ。現在「大陸棚調査」

では、二つの課題がある。ひとつは2012年4月26日にわ

が国が受領した「延長大陸棚勧告」の技術的検討に関す

る「大陸棚延長部会（2015年度改定）」（総合海洋政策

本部所掌）を通じたフォローアップ作業であり、他のひ

とつは、大陸棚申請作成のために用いた資試料のうち産

総研が保有するものを研究利用も含め維持管理すること

である。  

1）2012年に受領したわが国の「延長大陸棚勧告」には

一部の審査未了海域が含まれており、早期の審査実施

(再開)を国連大陸棚限界委員会に国として働きかけて

いるところである。産総研としての役割は「勧告」内

容の精査と分析を行い、今後の大陸棚画定の国内作業

や国連大陸棚限界委員会とのさらなる対応における地

球科学的・技術的な検討を「大陸棚延長部会」を通し

て行うことである。本年度は、国連大陸棚限界委員会

（CLCS）の発足20周年に合わせて、外務省および内

閣府総合海洋政策本部主催の「第4回海洋法に関する

国際シンポジウム」が国連大学エリザベス・ローズ国

際会議場（東京）で開催され、CLCS 委員や内外の国

際法の専門家による活発な議論がなされた。また、我

が国の大陸棚申請海域と一部境界を接する米国および

パラオ共和国の大陸棚に関連した情報収集を行った。

特にパラオ共和国は審査手続が進んでいない自国の大

陸棚申請の内、日本の申請の審査魅了海域と関連する

パラオ北部海域の分離修正申請を2017年10月に行い、

2018年3月の国連の大陸棚の限界に関する委員会で今

後審査を進める決定がなされたことは、注目される。  

2）前述のように「大陸棚延長部会」機能の一部は、将

来の審査再開のためにも当面維持することが求められ

ている。このことに連動して、大陸棚調査で得られた

岩石試料等の適切な保管と利活用が産総研の責務とな

っている。コンパイルされたこれらの解析資料やコア

試料は、今後日本の周辺海域で必要となる詳細な地球

科学的調査の基礎となる資試料であり、関連する地

形・地球物理データとともに試料庫やコンピュータに

保管されている。また系統的に採取されたコアリング

による海底岩石試料とその分析データは検索可能な新

たなデータべースとして登録した。このデータべース

は、試料庫に保管されたコア試料とも関係づけられて

おり、資試料の利活用のための検索ツールとして利用

できる。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］海洋地質調査、大陸棚画定、国連大陸棚

限界委員会 

 

［テーマ題目7］海底鉱物資源（運営費交付金：重点プ

ロジェクト） 

［研究代表者］下田 玄（資源テクトニクス研究グルー
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プ） 

［研究担当者］下田 玄、針金 由美子、佐藤 太一、

後藤 孝介、遠山 知亜紀、井上 卓彦、

石塚 治（活断層・火山研究部門）、 

田中 弓（常勤職員7名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

石油天然ガス・金属鉱物資源機構（JOGMEC）との

連携を強化して海底鉱物資源の広域ポテンシャル調査を

引き続き推進した。熱水鉱床形成が起きている可能性の

高い地域、及び過去に生成された鉱床が存在している可

能性のある地域を抽出するため、日本周辺海域に分布す

る島弧—前弧—背弧域における火成活動について検討した。

特に、伊豆－小笠原弧の北部を中心として検討した。ま

た、海底鉱物資源の広域ポテンシャル調査に資する調査

方法の検討を行った。調査方法として検討を行ったのは、

試料採取を伴う地質学的な方法と、船上航走観測や深海

曳航体を用いた地球物理的な方法である。陸上の基盤岩

についても調査・研究を進めており、本年度に採取した

岩石試料を中心に化学分析や鉱物学的岩石学的研究の為

の試料調整を進めた。さらにフィリピン海プレートを構

成している前弧域にあたる伊豆－小笠原海域で採取され

た岩石試料を用いた島弧形成初期の上部マントル構造に

ついて研究を行った。JOGMEC との海底鉱物資源に関

するタスクフォース再開の可能性について両機関で検討

した。タスクフォースにより、伊豆小笠原海域の海底鉱

物資源の広域ポテンシャル調査として適切な海域が火山

前線周辺の島弧火山列なのか、伊豆小笠原弧西方の背弧

リフトなのかを両機関で検討する必要があるという認識

で一致した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］海底鉱物資源、テクトニクス、伊豆－小

笠原弧、沖縄トラフ、フィリピン海プレ

ート、地球化学、岩石学 

 

［テーマ題目8］沿岸域の地質・活断層調査－都市域の

地質地盤図（運営費交付金：重点プロジ

ェクト） 

［研究代表者］中澤 努（情報地質研究グループ） 

［研究担当者］中澤 努、野々垣 進、小松原 純子、

納谷 友規、長 郁夫、宮地 良典 

（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

本研究課題では、独自のボーリング調査データ及び公

共工事等のボーリングデータを活用して、都市平野部の

3次元地質情報の整備に取り組んでいる。平成29年度は

千葉県環境研究センターとの共同研究成果として、千葉

県北部地域の3次元地質情報をとりまとめ、都市域の地

質地盤図ウェブサイトで公開した。このサイトでは、産

総研のボーリング調査に基づく最新の地質研究成果及び

千葉県が保有する1万地点以上の土木・建築工事のボー

リング調査データに基づいて作成した地下数10 m まで

の3次元地質モデルを立体図画像で表示できる。また

PDF 形式で3次元地質モデルの断面図を出力できるシス

テムを開発し、任意の側線の断面図も描画できるように

した。さらに3次元地質モデリングに使用した個々のボ

ーリングデータをウェブ GIS 上で選択することにより

閲覧できるようにした。千葉県北部地域の地質層序等を

解説した説明書も作成し、ウェブサイトにて公開した。 

また平成29年度には、東京都土木技術支援・人材育成

センターと共同研究を締結し、東京都23区域の地質地盤

図作成に向けた調査を開始した。新規のボーリング調査

は、武蔵野台地地下の世田谷層及び東京層の層序を明ら

かにする目的で東京都世田谷区内の3地点（総掘進長

125 m）、東京湾岸地域の東京層及び江戸川層の層序を

明らかにする目的で東京都江東区で1地点（掘進長110 

m）、計4地点で実施した。世田谷区のボーリング調査で

は、堆積相解析、花粉化石分析、挟在するテフラの同定

により、下総層群模式地との層序対比をおこなうことが

できた。また、江東区のボーリング調査では、下総層群

特有の堆積サイクルの認定により、層序対比の糸口をつ

かむことができた。公共工事等のボーリングデータを使

用して、予察的に層相に基づく3次元モデリングも実施

した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］ボーリングデータ、地質層序、3次元地

質モデル、地質地盤図 

 

［テーマ題目9］沿岸域の地質・活断層調査－伊勢湾・

三河湾沿岸海域の海洋調査（運営費交付

金：重点プロジェクト） 

［研究代表者］荒井 晃作（地質情報研究部門） 

［研究担当者］荒井 晃作、佐藤 智之、井上 卓彦、 

阿部 信太郎(活断層・火山研究部門)、

大上 隆史（活断層・火山研究部門）、 

池原 研、片山 肇、天野 敦子、 

杉崎 彩子、古山 精史朗、味岡 拓、

多惠 朝子、井上 絵里、横山 心一郎、

西田 尚央（東京学芸大学） 

（常勤職員9名、他6名）  

［研 究 内 容］ 

陸域と海域の間に存在する地質情報の空白域を埋め

るため、小規模な高分解能マルチチャンネル音波探査と

試料採取によって海域の層序と地質構造を明らかにし、

地質図を作成する。陸域の地質情報とあわせ海陸シーム

レス地質情報を作成するための基礎情報を取得する。 

 本年度は、伊勢湾・三河湾の地質調査を行った。地質

層序及び地質構造の情報を得るために、高分解能マルチ

チャンネル音波探査を実施した。7月に実施した調査で

は、総測線長740 km に及ぶ良好な反射記録を得ること

ができた。同海域の層序については、大まかに三層に区
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分でき、既存のボーリング調査の結果から、熱田層及び

濃尾層と南陽層に対比できる。活断層については、伊勢

湾断層、鈴鹿沖断層、白子－野間断層が確認できた。今

後、詳細な解釈とボーリング調査を行い、これらの活構

造の分布や活動性などを明らかにしていくとともに堆積

層の層序についても解明し、地質図を作成する予定であ

る。また、調査終了している房総半島東部沿岸域の取り

まとめを行い、公表に向けて準備を進めている。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］反射法音波探査、沿岸域、層序、活断層、

伊勢湾、三河湾 

 

［テーマ題目10］沿岸域の地質・活断層調査－陸海接合

の物理探査（地球物理 RG-1）（運営費

交付金：重点プロジェクト） 

［研究代表者］伊藤 忍（地球物理研究グループ） 

［研究担当者］伊藤 忍、山口 和雄、住田 達哉、 

木下 佐和子、横倉 隆伸 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

沿岸付近の陸域と海域の地質情報の整備を目的として、

地震探査・重力探査の新規調査、既存データの情報収集

と再解析を行う。平成29年度は、三重県鈴鹿市で新規

の反射法地震探査を実施した。また、愛知県碧南市で新

規の反射法地震探査および雑振動収録、VSP（Vertical 

Seismic Profiling）を実施した。 

三重県鈴鹿市内の調査は、市内北中部を流れる金沢川

付近の測線と、市内南部を流れる堀切川付近の測線で実

施した。前者は、四日市断層の南方延長域に位置し、四

日市断層の南方への延長可能性を検討するために約4.2 

km の測線で実施した。後者は、地形判読等によって千

里断層と推定されている複数の地表トレースを横断する

約3.8 km の測線で実施し、千里断層の全容を明らかに

することを目的としている。 

愛知県碧南市の調査は、当該年度に実施されたボーリ

ング調査の掘削地点と、地形判読等によって推定されて

いる高浜断層・高浜撓曲をつなぐ約800 m の測線で実

施した。また、このボーリング孔を利用して、VSP を

実施した。さらに、地震波干渉法の実用性検証等を目的

として、断層の存在する可能性がより確実と予想される

北西部で雑振動を収録した。 

反射法地震探査については、いずれも深度数百 m 程

度までを対象とし、震源に P 波油圧インパクタを使用

した。VSP については、P 波油圧インパクタおよび掛

矢による板叩きを実施した。地震波干渉法については名

古屋鉄道三河線を走行する電車の振動が利用できること

を期待したものである。いずれも良好にデータを収録す

ることができた。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］沿岸域、伊勢平野、四日市断層、千里断

層、岡崎平野、高浜断層、高浜撓曲、反

射法地震探査 

 

［テーマ題目11］沿岸域の地質・活断層調査－陸海接合

の物理探査（地球物理 RG-2）（運営費

交付金：重点プロジェクト） 

［研究代表者］大熊 茂雄（地球物理研究グループ） 

［研究担当者］大熊 茂雄、宮川 歩夢、住田 達哉、

岩田 光義、江戸 将寿、駒澤 正夫、

中塚 正（常勤職員3名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

陸域と沿岸海域とをつないだシームレス地球物理図を

作成し、活断層や地下地質を含めた統合化された地質情

報を提供することを目的として、本研究では陸海接合の

物理探査を行う。平成29年度は、愛知県碧南市の高浜

断層（撓曲）を横断する方向に測線を配置して高密度の

重力探査を実施した。ブーゲー異常の2次元モデリング

の結果、高浜断層付近に伏在する断層構造を推定できた。

また、神奈川県三浦半島の横須賀市南部地域の約5 km

の測線において50 m 間隔で重力探査を行い、ブーゲー

異常分布を得た。この結果、北武断層及び衣笠断層の位

置、北武断層の派生断層の推定位置等において、重力異

常の変化が認められた。相模湾北部沿岸域の空中磁気異

常の3次元解析の結果、国府津－松田断層沿いに高磁性

岩体が解析された。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］重力探査、重力異常、ブーゲー異常、地

球物理図、伊勢湾、相模湾東部、三浦半

島 

 

［テーマ題目12］沿岸域の地質・活断層調査－平野域の

地質調査（運営費交付金：重点プロジェ

クト） 

［研究代表者］中島 礼（平野地質研究グループ） 

［研究担当者］中島 礼、水野 清秀、佐藤 善輝、 

小松原 純子、小松原 琢、田邊 晋、

納谷 友規、阿部 朋弥、久保 純子

（早稲田大学）、堀 和明（名古屋大学）、 

國本 節子、田中 ゆみ子、 

藤田 千枝子(常勤職員8名、他5名) 

［研 究 内 容］ 

陸域と沿岸海域とをつないだシームレス地質図を作成

し、活断層や地下地質を含めた統合化された地質情報を

提供することを目的として、本研究では平野域の地質調

査、特に沖積低地の地下地質と丘陵～台地の地質構造に

関する調査を行う。平成26年度から28年度にかけて実

施された相模湾沿岸域から房総半島沿岸域調査のとりま

とめを行っており、房総半島沿岸については報告書の作

成を実施した。相模湾沿岸については花粉・珪藻化石分

析や沖積層及び埋没段丘分布の深度分布図を作成した。
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平成29年度からは、伊勢湾沿岸域の調査が開始となり、

西岸である伊勢平野と東岸である西三河平野に分かれて

調査を実施した。 

 伊勢平野北部については、野外調査と文献調査を行い、

鈴鹿川以北の露頭観察と記載を行い、桑名市の浅層地下

地質情報を調査した。伊勢平野南部においては、桑名市

から松阪市にかけての空中写真判読や地形地質踏査、既

存ボーリング資料の収集を行った。沖積層層序確立のた

め、深度60 m のボーリング調査を実施し、含まれる火

山灰や層序の検討を行った。西三河平野については、高

浜市、碧南市、西尾市周辺にかけて地形と地質踏査を実

施し、各自治体や愛知県から既存ボーリング資料を収集

した。碧南市油が淵地区において、高浜断層の構造運動

評価のために、80 m のボーリング調査を実施した。ま

た、愛知県が掘削した高浜市での50 m ボーリング2本

についても検討した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］ボーリング調査、活断層、シームレス地

質情報、地下地質、足柄平野、相模平野、

九十九里平野、大磯丘陵、伊勢平野、西

三河平野 

 

［テーマ題目13］沿岸域の地質・活断層調査－東京湾西

部の沖積層アトラス（運営費交付金：重

点プロジェクト） 

［研究代表者］田邉 晋（平野地質研究グループ） 

［研究担当者］田邉 晋、中島 礼、國本 節子 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究は、現在の荒川の河口から横浜市にかけた東京

湾西部の沿岸低地を対象として、沖積層の分布と層序、

物性、成因を明らかにし、地震動予測などの応用研究に 

資する地質情報を整備することを目的としている。平成

28年度までに、多摩川低地における更なるボーリング

コア堆積物の掘削地点の選定を行った。解析結果として

は、多摩川低地における基底礫層の上位の沖積層が、下

位よりユニット A（干潟堆積物）、ユニット B（湾頭デ

ルタ堆積物）、ユニット C（デルタ堆積物）、ユニット D

（河川堆積物）に区分された。沖積層の同時間線は、最

大海氾濫面より下位では後退的かつ累重的、それより上

位では前進的な累重様式を示すことがわかり、ユニット

C は軟弱な地盤であることなどが分かっている。そこで、

平成29年度は、より詳細な環境変遷や物性を明らかに

するため、東京都大田区萩中で10 m、同区西蒲田で

10m、川崎市中原区木月住吉で20 m、横浜市港北区綱

島東で40 m のオールコアボーリングの掘削を実施した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］多摩川低地、沖積層、層序、物性、堆積

相、ボーリング 

 

［テーマ題目14］沿岸域の地質・活断層調査－海陸空間

情報の整備（運営費交付金：重点プロジ

ェクト） 

［研究代表者］尾崎 正紀（情報地質研究グループ） 

［研究担当者］尾崎 正紀、荒井 晃作、川畑 大作、

加藤 敏、佐藤 美子 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

沿岸域の地質・活断層調査で得られた成果を空間情報

として整備・標準化させるとともに、インターネットで

の公開手法などを検討し、広く国内に流通させていくこ

とを目的とする。また、プロジェクト内の情報の共有環

境の構築を行う。更に、年度毎の速報及び地域毎の成果

（海陸シームレス地質情報集）の取りまとめや公開デー

タの作成などを行う。 

 平成29年度は、平成28年度沿岸域の地質・活断層調

査研究報告（速報）を冊子出版、海陸シームレス地質情

報集「房総半島東部沿岸域」をまとめた。また、「駿河

湾北部沿岸域」の成果を空間情報として整備した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］空間情報、情報共有、標準化、海陸シー

ムレス地質情報集 

 

［テーマ題目15］衛星データのアーカイブ・品質管理・

配信に関する研究（運営費交付金：重点

プロジェクト） 

［研究代表者］岩男 弘毅（リモートセンシング研究グ

ループ） 

［研究担当者］土田 聡、岩男 弘毅、山本 浩万、 

小畑 建太、浦井 稔、堂山 友己子 

（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

地球観測衛星から撮影した衛星データは地球規模の地

質防災、資源探査等の利用において極めて重要な情報で

あり、本研究では、地質情報としての衛星データの整備

と活用を目指す。衛星情報から潜在的な地質情報を抽出

し、これをデータベース化・デジタル化された地質情報

と統合することにより、資源管理、地質災害等に関する

研究に資するデータを整備する。特に ASTER について

は、NASA で受信した生データの処理を定常的に行

い、その結果を宇宙システム開発利用推進機構、米国

NASA/USGS に定常的、かつ安定的に提供（年間、約

16,000シーンを処理・提供）する環境を維持した。ま

た、2016年4月1日より、ASTER-VA として無償公開を

継続している。特に2018年度には衛星の地球周回数が

10万周（6桁）に達し、設計周回数（5桁）を超えるこ

とが予想されたため、いち早くこの問題に取り組み、シ

ステムの改修を行い、長期の運用体制を維持した。また、

ASTER 短波長赤外バンドの推定に関する研究を進めた。 

データの提供にあたって、品質管理されたデータを提
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供する必要がある。これを実現するため代替校正、相互

校正等に係る品質管理研究を引き続き行った。特に今年

度は月校正実験が実施され、その結果は代替校正実験と

整合することを確認することができた。品質管理は、国

際標準に関する議論が衛星データを管理する国際機関で

議論されている。当グループでは、国際的団体 IEEE 

GRSS GSIS や CEOS IVOS において、衛星情報の国際

標準化に基づく他機関の情報との連携と融合に向けた支

援を行い、IVOS については会合の討議に参加した。ま

た、国際的衛星データ品質保証のためのサイト上におけ

る ASTER データの定期的なデータ取得の調整を行った。 
［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］ASTER、衛星、品質管理、校正 

 

［テーマ題目16］新たな高分解能曳航型探査パッケージ

AISTs の開発（運営費交付金：戦略予

算） 

［研究代表者］荒井 晃作（地質情報研究部門） 

［研究担当者］荒井 晃作、井上 卓彦、下田 玄、 

佐藤 太一、片山 肇、名和 一成、 

石塚 治（活断層・火山研究部門）、 

森田 澄人（地圏資源環境研究部門）、

小畠 時彦（計量標準総合センター工学

計測標準研究部門）、梶川 宏明（計量

標準総合センター工学計測標準研究部

門）、粥川 洋平（計量標準総合センタ

ー工学計測標準研究部門）、横山 心一

郎、井上 絵里 

（常勤職員11名、他2名）  

［研 究 内 容］ 

 海底地質情報の高分解能化を目指し、海底近傍での探

査を可能にする新探査パッケージ AISTs （Advanced 

Integrated Sensors Towing system for High-

resolution Geo-survey）を開発し、日本周辺海域の有

効利用を促進する。本パッケージは反射法音波探査機の

みでなく、高分解能海底地形探査装置、海底面音響探査

装置に加え、新たに即時観測型高精度磁力計、化学セン

サー類を同時取得可能で、より効率的に海底面及び海底

下の微細地質構造を明らかにできる世界唯一の装置の開

発となる。領域連携として、曳航深度精度向上と新たな

絶対塩分センサーの開発を行い、曳航技術開発とともに

水中での成分検出精度の向上を目指す。 

 本年度は光ファイバーケーブルの導入を行い、即時解

析可能なシステム化を行った。さらに、共同研究で開発

中のストリーマケーブルシステムを具現化し、水深約

1,000 m の実用化試験に成功した。海底曳航型三成分磁

力計及び化学センサーの導入や新しい技術の塩分計の試

作を行った。圧力計（深度センサー）の現場校正装置・

システム化を目指し、実測定に近い圧力変化を与えるこ

とによるドリフト試験を実施し、圧力計の挙動に関する

知見が得られた。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］深海曳航、探査技術、高分解能、反射法

音波探査、地形、音響、地層探査、磁力

探査 

 

［テーマ題目17］海底鉱物資源調査に資する化学指標の

検討（運営費交付金：戦略的課題推進

費） 

［研究代表者］井上 卓彦（地質情報研究部門） 

［研究担当者］石塚 治（活断層・火山研究部門）、 

荒井 晃作、下田 玄（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

我が国において海底鉱物資源調査を実施する際には、

これまで水中音響異常の検知等の音響機器が主に使用さ

れてきた。しかし、これまでの調査により、音響機器で

は発見できない海底鉱物資源ポテンシャル海域が日本周

辺に存在することが知られてきている。そこで本課題で

は現在産総研が所有する深海曳航装置2400DT-2に海底

面近傍の海水特性を直接観測できる複数の化学センサー

（マルチ化学センサー）を導入し、その化学指標の検出

精度や有用性、現場観測時の異常値の抽出法を検討する

ものである。 

平成29年度には、取り回しが容易なスタンドアロー

ン型（オフライン）の水素イオン指数（pH）、酸化還元

電位（ORP）、濁度の各センサー（海洋計測社製

MarinoScan シリーズ）を導入し、実地試験を行った。

これらセンサーの導入・利用実地試験は、海底鉱物資源

広域調査への適合性の確認・検証を行うため独立行政法

人石油天然ガス・金属鉱物資源機構（JOGMEC）から

の受託調査航海の一環として実施した。本実地試験は東

青ヶ島カルデラ及びスミスリフトにおいて実施され、特

に東青ヶ島カルデラ域では酸化還元電位計（ORP）値

に明瞭な異常が確認された。また異常値を示した海域の

近傍においては、2400DT-2に搭載しているサイドスキ

ャンソナーにより、尖塔形の地形が認められた。これら

の地点において ROV を用いた海底観察を実施した結果、

新たな大規模熱水噴出域を確認することができた。 

以上の結果を受け、より効率的に海底鉱物資源ポテン

シャル域を把握できる化学指標と調査法について検討す

るため、深海曳航装置2400DT-2に合わせたオンライン

マルチ化学センサーについては導入を行った。また現在

これらの化学センサーを深海曳航装置2400DT-2に接続

し、曳航ケーブルを通じて、船上でデータを確認できる

ようにシステムを構築中である。平成30年度にオンラ

インマルチ化学センサーについては実施試験を行う予定

である。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］化学センサー、海底鉱物資源、熱水噴出

域、pH、酸化還元電位 
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［テーマ題目18］道東地域におけるスーパー・ハイブリ

ッド重力測定拠点の構築：カルデラ・火

山活動モニタリング（運営費交付金：戦

略的課題推進費） 

［研究代表者］名和 一成（地球物理研究グループ） 

［研究担当者］名和 一成、宮川 歩夢、住田 達哉、

山崎 雅（活断層・火山研究部門）、 

望月 一磨（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

本課題は、先進的な重力モニタリング手法を駆使して、

北海道東部地域にあるカルデラ・火山の地下構造の経年

的な時間変化の検出を目的としている。その先進的な手

法とは、従来の絶対重力計と相対重力計を組み合わせた

ハイブリッド測定に、絶対基準点として超伝導重力計を

加え、かつ、相対重力点も連続測定が可能なシントレッ

クス重力計を用いて、潮汐・気圧・地下水等の応答成分

や機械的ドリフト等のノイズ成分を分離し、高精度に面

的な重力時間変化を検出する方法である。この「スーパ

ー・ハイブリッド重力測定」（Imanishi et al., IAG 

Symposia, 2018）の実施のためには、研究フィールド

近傍に基準となる超伝導重力計観測点の構築が必須であ

る。超伝導重力計（iGrav-17）を北海道大学弟子屈観

測所に移設して使用するにあたって、重力計のスムーズ

な移設作業とその後数年間の連続運転のため、新規に

iGrav 用冷凍機システム一式を導入した。 

 超伝導重力計は相対重力計であるため、絶対重力測定

を行って感度と機械的ドリフトの検定を行う必要がある。

そのため、超伝導重力計の移設に先立って、北海道大学

弟子屈観測所と阿寒カルデラ・雌阿寒火山に近い阿寒湖

畔において、絶対重力測定を実施した（名和他、北海道

大学地球物理学研究報告、2018）。その際、物理計測標

準研究部門と実施した平成27年度産総研戦略予算課題

で導入した機器を用いて（望月他、測地学会誌、2018）、

絶対重力測定の時間標準として用いるルビジウム発振器

の周波数をモニターした。 

 現在、北海道大学地震火山研究観測センターの協力を

得て、弟子屈観測所への移設準備を進めている。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］重力モニタリング、超伝導重力計、絶対

重力計、時間周波数遠隔校正 

 

［テーマ題目19］20万分の1日本シームレス地質図 V2
利用システムの構築（運営費交付金：戦

略的課題推進費） 

［研究代表者］西岡 芳晴（シームレス地質情報研究グ

ループ） 

［研究担当者］西岡 芳晴、斎藤 眞、坂野 靖行、 

内野 隆之、川畑 大作、宝田 晋治、 

（常勤職員6名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

20万分の1日本シームレス地質図 V2は本年度5月に公

開されたが、2,000を超える凡例数を有効に活用した表

示システムは開発されていなかった。詳細かつ広域の地

質情報を簡便に利用するためのデータ設計、表示システ

ムの研究・開発を行い、20万分の1日本シームレス地質

図 V2の表示システムに導入する。。 

 本年度は、多数凡例から目的の情報を取得しやすくす

るために、画面に表示されている凡例のみに絞り込んで

リストアップする機能、およびそれらから1凡例を選択

して地質図上でその凡例のみを表示する機能を開発、実

装した。また、凡例を簡略化して少ない凡例にまとめて

表示する機能を開発、2D/3D を統合化したテストシス

テムを完成させた。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］シームレス地質図、ウェブサイト、地図、

タイルマップ、3D 

 

［テーマ題目20］ハロゲン元素を用いた海底鉱物資源広

域調査の指標の開発（運営費交付金：戦

略的課題推進費） 

［研究代表者］遠山 知亜紀（資源テクトニクス研究グ

ループ） 

［研究担当者］遠山 知亜紀、下田 玄、後藤 孝介 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

ハロゲンは水に選択的に取り込まれやすい液相濃集元

素である。そして、マントルに乏しく、表層物質（海水、

海底堆積物など）に多く含まれていることから、地球内

部への流体の循環を探るトレーサーとして広く利用され

ている。また、流体中におけるハロゲンの存在は、岩石

から流体への有用元素の溶出を促進させるので、鉱床の

形成にハロゲンが重要な役割を果たすと考えられている。

さらに、流体、ケイ酸塩メルト、ケイ酸塩鉱物、有機物

における分配係数が元素ごとに異なるため、ハロゲンの

元素比は、海水、海底堆積物、間隙水、海洋地殻、マン

トルで異なる特徴を持つ。これらの特徴を利用すること

で、元素濃縮等の鉱床生成プロセスに関する情報を得ら

れる可能性がある。このことから、ハロゲン組成は海底

鉱物資源の広域調査の新たな指標として期待できる。し

かし、鉱床の母岩となる火成岩やカンラン岩のハロゲン

分析は、低濃度のため容易ではない。そこで、本研究で

はまず、産総研において低濃度のハロゲン分析が可能な

実験室の立ち上げを行った。具体的には、イオンクロ

マトグラフィーを導入し、試料からハロゲンを分離す

る工程やその濃度測定までの一連の作業を行えるように

した。そして、実験室のハロゲンのブランクチェック、

イオンクロマトグラフィーの分析条件の検討と再現

性の確認後、産総研の岩石標準試料（JB-1a、JR-1）を

用いて試分析を行った。イオンクロマトグラフィー

については、民間企業では通常ハロゲン濃度が数 ppm



研 究 

(324) 

以上の試料のみ測定可能であるが、本研究では、ppm

の1,000分の1の濃度の ppb レベルまでの測定を可能に

した。また、岩石標準試料の分析結果は、文献値と誤差

の範囲内で一致を示した。今後は産総研におけるハロゲ

ンの濃度分析法と塩素同位体分析法を確立し、これらを

組み合わせ、新たな海底鉱物資源広域調査の指標の開発

を行う。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］ハロゲン、塩素同位体、海底鉱物資源、

地球化学 

 

［テーマ題目21］ジオ・ストーリー型地質アナログ模型

の創出と能動的理解の促進（運営費交付

金：戦略的課題推進費） 

［研究代表者］高橋 雅紀（地質情報研究部門） 

［研究担当者］高橋 雅紀（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

一般市民の方には理解することが難しい地質学の課題

を克服するために、様々な地質学的事象を三次元のアナ

ログ模型として再現することによって地質学の理解を促

進し、研究成果の普及の後押しを行った。製作した模型

は、2017年6月に記者発表(日本列島の地殻変動の謎を

解明)で公開した、日本列島で多発する内陸地震の原因

を再現した A1サイズの可動式地殻変動アナログ模型で

ある。展示に際しては実際に模型を稼動させるため、2 

mm 厚のアクリル板を用いて強度を高めた。併せて、

A4サイズの厚紙製アナログ模型キットを製作し、講演

会や地質普及イベント等で活用した。さらに、地殻変動

の原因とアナログ模型の製作の仕方を解説した記事を

GSJ 地質ニュースに掲載し、厚紙模型キットと組み合

わせてプリントアウトを配布して理解の手助けとした。

これまでにのべ1,000人以上の一般市民を対象とした講

演会等を行い、地質学ならびに研究成果の普及活動を推

進した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］アウトリーチ、地学教育、アナログ模型、

地質学、普及活動 

 

［テーマ題目22］3次元地質情報の標準化（運営費交付

金：標準化戦略 FS） 

［研究代表者］中澤 努（情報地質研究グループ） 

［研究担当者］中澤 努、野々垣 進、宮地 良典 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 3次元地質情報の標準化を検討するにあたり、現状で

3次元地質情報にどのようなファイル形式が利用され、

またどのような需要があるのかを知るために、本 FS 課

題では、3次元空間情報を取り扱う電子ファイルの仕様

の比較調査、及び地質調査関連企業への3次元地質地盤

モデルの普及・需要のアンケート調査を行った。 

 3次元空間情報を取り扱う電子ファイルの仕様比

較調査で取り扱ったファイル形式は、（1）OGC を

はじめとする学術界より開発されたファイル形式、

（2）地球科学向けのソフトウェアの専用ファイル形

式、（3）CAD ソフトウェアのファイル交換用ファイル

形式、（4）kml をはじめとする広く普及した無償ソフ

トウェアで利用できるファイル形式、の4つに大別され

る。それぞれのファイル形式の特徴をまとめると、

（1）は学術的に厳密な属性情報を管理できるが対応す

るソフトウェアが少ない。（2）は形状情報と属性情報

を別ファイルで管理できる利点をもつが対応するソフト

ウェアが限定的かつ高価な場合が多い。（3）は属性情

報の管理方法が複雑であるが対応するソフトウェアは多

い。（4）は管理できる属性情報は限られるが自由記載

による情報の追加が可能である。このように、それぞれ

のファイル形式は一長一短があることが明らかになった。 

 地質調査関連企業への3次元地質地盤モデルの普及・

需要のアンケート調査では、地質調査関連企業に対し、

3次元地質モデルの業務での利用の有無、用途、使用ソ

フトウェア・データ形式、データ形式の標準化について

の考えなどについてアンケートを実施した。その結果、

3次元地質モデルは地質調査結果や施工について顧客へ

の説明用に作成されることが多く、地質調査業向けの専

用のソフトウェア・データ形式を使用していることが多

いことが明らかになった。データ形式については標準化

されるべきという考えが多い一方で、標準化によって起

こる問題が多数存在することもわかった。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］3次元地質モデル、標準化、地質地盤図 

 

［テーマ題目23］平野地質の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］中島 礼（平野地質研究グループ） 

［研究担当者］中島 礼、水野 清秀、小松原 琢、 

小松原 純子、田邊 晋、納谷 友規、

佐藤 善輝、阿部 朋弥、田中 ゆみ子、

國本 節子（常勤職員8名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

本研究は、平野・盆地内あるいはその周辺丘陵地・台

地や低地地下を構成する主に第四紀堆積物の堆積プロセ

ス・層序・地質構造あるいは地形の形成プロセス、環境

変動などを明らかにすることを目的としている。  

 平成29年度は、第四紀の年代層序や環境復元の研究

として、房総半島上総層群に挟まるガラス質火山灰層の

屈折率測定・火山ガラスの化学組成分析を行い、多くの

広域火山灰層が認識されることを示した。茨城県内に分

布する更新統下総層群の珪藻化石群集を調査し、古東京

湾の沿岸珪藻フロラの一端を明らかにした。沿岸域にお

ける珪藻の特徴種について九州南部で採集し、その形態

や分子生物学的特徴を検討した。 

 地質災害に関する研究として、歴史時代の地震の震央



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(325) 

を人的犠牲から求める方法が過密都市でも適用できるか

どうかを検討するために1995年兵庫県南部地震の事例

について検討した。地震時における降雨と地すべりの規

模に関連について研究発表を行った。地震液状化した地

層のラミナ構造についてフラクタル解析と堆積学的な考

察を行った。福島県とタイ南西部において津波堆積物の

保存状態について調査した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］第四紀、ボーリング調査、広域火山灰、

珪藻化石、津波堆積物、液状化現象 

 

［テーマ題目24］層序構造地質の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］中江 訓（層序構造地質研究グループ） 

［研究担当者］中江 訓、原 英俊、野田 篤、 

工藤 崇、辻野 匠、宇都宮 正志、 

伊藤 剛、大井 信三、冨永 紘平、 

栗原 亜弥（常勤職員7名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 日本列島を構成する活動的島弧と、周辺の東・東南ア

ジア諸国を含む大陸縁辺域における様々な地質現象を解

明するための地質調査・研究を実施した。その結果は以

下の通りである。造山帯や前弧域の造構過程に関連した

研究では、i）タイ国においてパレオテチシス沈み込み

に伴い形成されたペルム系～三畳系背弧海盆堆積物を対

象に後背地解析を行いスコタイ島弧及びインドチャイナ

地塊からの堆積物供給を明らかにしたことと、ii）前弧

堆積盆の形成プロセスと付加体成長との相互作用を解明

するため数値シミュレーションとアナログ実験を実施し

陸からの土砂供給量の変動が堆積盆内の埋積様式に影響

を与えているという結果を得た、iii）房総半島に露出す

る前弧海盆堆積物に挟まれる海底地すべり堆積物の内部

構造を詳細に記載し粗粒火山灰層が深層すべりのすべり

面形成に寄与していることを示した、という3つの成果

を得た。火山弧周辺における研究では、iv）十和田火山

のマグマ発達史解明のために実施したカルデラ形成期噴

出物の火山ガラス化学組成分析の結果は、時代とともに

メルト組成がデイサイトから流紋岩組成へと珪長質化す

ることとカルデラ形成期最後の噴火において若干苦鉄質

化し組成幅が広がったことを示し、v）丹後地域では西

黒沢海進と火山活動の実態を明らかにするため地質図未

整備地域の野外調査を実施し海進による急激な深海化と

火山活動による局所的な浅海化の様子が明らかになった。

また古海洋地理区の解明に関する研究では、vi）ペルム

紀放散虫に見られる二形性の特徴を理解するために沖縄

県伊江島のチャートから抽出した標本の解析を行いその

形態的差異などを明らかできたという成果がある。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］層序、構造地質、微化石、活動的島弧 

 

［テーマ題目25］地殻岩石の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］宮崎 一博（地殻岩石研究グループ） 

［研究担当者］宮崎 一博、高橋 浩、濱崎 聡志、 

山崎 徹、佐藤 大介、細井 淳、 

中村 佳博、長田 充弘、羽地 俊樹、

鈴木 文枝（常勤職員7名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 島弧地殻形成において重要な変形作用・変成作用・火

成作用の進行過程を明らかにするため、日本列島の主要

な変成帯・火成岩体の野外調査、岩石試料の分析・解析、

地質体及び岩石の形成モデリングを行い、以下のような

成果を得た。1）四国中央部池田地域の三波川変成岩の

ジルコン U-Pb 年代及びフェンジャイト K-Ar 年代から、

原岩の海溝充填堆積物年代と三波川変成年代を特定した。

また、同地域領家変成岩の原岩に三畳紀堆積岩があるこ

とを明らかにした、2）南アルプス大河原図幅内に分布

する様々な変成岩・堆積岩が記録する重複変形に関して、

それぞれの岩相ごとの変形ステージと運動方向のセンス

の決定を行った。3）日本海拡大に伴った古～新第三系

（グリーンタフ）の調査を行い、出羽山地の背弧活動お

よび奥羽脊梁山脈に分布する古第三系から新第三系の層

序を明らかにした。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］地殻、岩石、島弧、沈み込み帯、変成作

用、火成作用 

 

［テーマ題目26］シームレス地質情報の研究（運営費交

付金) 

［研究代表者］西岡 芳晴 

（シームレス地質情報研究グループ） 

［研究担当者］西岡 芳晴、坂野 靖行、長森 英明、

内野 隆之、川畑 大作、斎藤 眞、 

森尻 理恵、宝田 晋治、内藤 一樹、

吉川 敏之（常勤職員10名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

20万分の1日本シームレス地質図の改訂に必要な基礎

的な野外調査を行う。20万分の1日本シームレス地質図

のシステム開発を行うと共に、20万分の1日本シームレ

ス地質図 V2の編集作業を主導する。地質調査の際にデ

ータをデジタルデータとして直接収集するシステムの開

発を行う。標準化の国際動向を把握して、シームレス地

質図や地質情報のアジア地域での共通化に関する研究を

行う。 

 本年度は、20万分の1日本シームレス地質図について

は、2D 版と3D 版を統合して表示できる新ビューアを

開発、公開した。また各種パラメータを設定して描画を

調整できる Web サイト「シームレス傾斜量図」を公開

した。地質図 Navi については、シームレス地質図 V2

の表示機能を追加したほか、プレート等深線や赤色立体

図に対応した。標準化については、地質関連 JIS

（A0204,A0205）の改定作業を進めた。 
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［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］シームレス地質図、数値地質図、標準化、

JIS、傾斜量図、3D 

 

［テーマ題目27］情報地質の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］中澤 努（情報地質研究グループ） 

［研究担当者］中澤 努、尾崎 正紀、中野 司、 

長 郁夫、野々垣 進（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

本研究課題では、地層や地質試料から新たな地質情報

を抽出し、それらを高度化・統合化することによって、

新たな地質学的視点を創出する研究を行っている。 

H29年度は、2016年熊本地震で甚大な建物被害が生

じた熊本県益城町のボーリングコア解析と既存ボーリン

グデータの対比を実施した。その結果、被害集中域では、

特定の火砕流堆積物が他地域よりも厚く分布するととも

に、表層には地下水で飽和し粘土化したラハール堆積物

が分布することが明らかになった。また、筑波台地の更

新統下総層群の層序を再検討した。既存のコア試料の層

相・テフラ・花粉化石解析を行うことにより、これまで

提示されていた層序を大きく改訂した。 

極小微動アレイの精度評価を目的として、茨城県潮来

市で表面波探査と極小微動アレイ探査をそれぞれ実施し

位相速度の解析結果を比較した。新しい速度構造推定手

法の研究として、浅部地盤の微動アレイ探査に適した速

度構造インバージョンアルゴリズムを開発した。また東

京近郊の地質に対応する地盤データを得るために同地域

で微動観測を実施し、地盤の共振周波数と地層分布との

対応を評価した。 

双3次 B-スプラインを用いた地層境界面推定法に関す

る研究として、測定データの分布に基づく節点の配置方

法を検討した。等間隔に配置する方法、各区間の基準座

標の個数を均等にする方法、基準座標の個数の大きい区

間を2分割する方法、測定データの分散を利用する方法、

という4つの節点配置方法を検討し、それぞれの特徴を

まとめた。 

X 線 CT 岩石学の研究として、SPring-8で開発中の

scanning and imaging X-ray microscope（SIXM）CT

装置と micro-focus X-ray CT 装置用の画像再構成ソフ

トウェアを高度化した。それらを含む SPring-8 で開

発した各種 X 線 CT 装置を用いて「たんぽぽ」計画の

回収試料を分析し、小惑星探査機「ハヤブサ2」の回収

試料の分析のための予備実験を行った。また平行な X

線光束や扇状もしくは円錐状に広がる X 線ビームを用

いた X 線 CT 装置を模した、与えられた3次元画像の上

の物体像を透視して透明体として表示する X 線 CT シ

ミュレータのソフトウェアを開発した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］情報地質、3次元解析、地質層序、X 線

CT 岩石学 

［テーマ題目28］リモートセンシングの研究（運営費交

付金） 

［研究代表者］岩男 弘毅（リモートセンシング研究グ

ループ） 

［研究担当者］岩男 弘毅、二宮 芳樹、山本 浩万、 

小畑 建太、浦井 稔、堂山 友己子 

（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

衛星情報を用いた地質・資源・防災・環境等の研究開

発を行った。地質・資源に係る研究としては、広大な

「チベット高原西部区域」を対象とした広域岩相・鉱物

マッピングを推進した。作成中のデータセットによる予

備的な解析の結果、これまでの手法では検出できなかっ

たオフィオライト岩体分布域が精度よく得られることが

確認された。環境に係る研究としては、植生量推定のた

めの植生等値線方程式（モデル）の精度を高める研究を

行い、逆算時の誤差を現状の1/5程度に低減させるモデ

ルに発展させた。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］ASTER、衛星、チベット、岩相・鉱物 

マッピング 

 

［テーマ題目29］海洋地質の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］片山 肇（海洋地質研究グループ） 

［研究担当者］片山 肇、板木 拓也、井上 卓彦、 

天野 敦子、佐藤 智之、杉崎 彩子 

三澤 文慶（常勤職員7名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

日本周辺海域の海洋地質情報を整備公開するとともに、

日本周辺海域の地質構造発達史、活断層評価、堆積作用、

古環境変動、海底火山や熱水活動等に伴う地質現象の解

明を目指している。今年度は以下のような成果を得た。 

 日本周辺海域の地質構造に関する研究では、石垣島周

辺海域および伊勢湾海域の音波探査や地形調査から、こ

れらの海域の層序や活構造、地質構造発達史に関する解

析を行った。また、房総半島沿岸において海域と陸域と

の連続性について検討を進めた。さらに、伊豆小笠原海

域や日本海溝において海底鉱物資源ポテンシャル、火山

およびプレート運動等に関連した地質構造探査を行った。

堆積作用の研究では、奄美大島周辺海域の堆積物調査を

行うとともに、沖縄・奄美周辺海域、房総半島周辺およ

び相模湾における堆積作用の検討を進めた。古環境変動

の研究では、沖縄東方海域、日本海および房総沖等で採

取された柱状試料および表層堆積物試料を用い、微化石、

バイオマーカー、岩石磁気、放射性炭素および光ルミネ

ッセンス年代等の分析結果などを基に海洋環境の変遷お

よびその原因となった海水準変動や海洋循環の変動との

関係について検討した。さらに、これまでの海洋調査で

取得された音波探査記録および堆積物試料のデータベー

ス化を進めた。 
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［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］海洋地質、日本周辺海域、海底地質構造、

海域活断層、堆積作用、古環境 

 

［テーマ題目30］地球変動史の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］渡辺 真人（地球変動史研究グループ） 

［研究担当者］渡辺 真人、七山 太、小田 啓邦、 

兼子 尚知、佐藤 雅彦 

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

1）新生代統合高分解能タイムスケールの研究 

 珪藻、火山灰、古地磁気等を統合する中新世以降の高

分解能タイムスケールの高精度化に関する研究を行うと

ともに、高分解能タイムスケールを利用して日本列島の

新生界の層序を再検討する。本年度は北海道産鯨類化石

の年代決定と、道東新第三系の珪藻化石層序の予察的検

討を行った。 

2）古地磁気変動と岩石磁気に関する研究 

 古地磁気強度変動に関する研究、地磁気逆転・エクス

カーションの詳細とその宇宙線生成核種との関連に関す

る研究、古地磁気記録の信頼性向上と古地磁気層序への

応用、磁気顕微鏡に関する基礎技術開発等を行う。ま

た、岩石磁気手法の古環境研究への応用も行う。本年度

は SQUID 磁気顕微鏡の SN 比向上のための改良を行い、

古地磁気連続測定データのデコンボルーションの改良を

行った。また、Jack Hills ジルコンの残留磁化強度の分

析と加熱実験を行った。磁気記録と気候変動における機

械学習手法の開発に関する国際共同研究プロジェクトを

立ち上げた。 

3）堆積物の分析手法に関する基礎的研究 

 堆積物の採取方法、堆積物の非破壊イメージング、粒

度分析等の基礎的研究を行う。本年度は北海道におい

て、暁新統〜下部始新統の砕屑岩の LA-ICP-MS による

砂岩化学分析と U-Pb 年代測定を行い、幾つかの新知見

を得た。 

4）物理探査の研究 

 地球物理マッピング技術を用いて海底拡大系の研究を

行う。また、海底地質構造探査を高分解能化するために

潜水船や ROV を用いた海底近傍での磁気探査技術の研

究を行う。さらに、地中レーダーや高分解能地層探査装

置を用いた沿岸域堆積物のイメージングに関する技術、

およびその基礎となる堆積学的研究を行う。本年度は沖

縄島南部周辺海域重磁力異常図の作成を行った。 

5）大型化石による古環境解析に関する研究 

 過去の地球環境のより高精度な復元をめざし、大型化

石の記載分類学的研究に基づく古環境指標ポテンシャル

の評価と、化石の炭酸塩骨格を対象とした酸素・炭素同

位体組成分析結果に基づく古海水温推定に関する研究を

行う。本年度は奄美大島西方海域で採取した試料からコ

ケムシ骨格を抽出し検討した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］複合年代層序、タイムスケール、テクト

ニクス、物理探査、地球物理マッピング、

古地磁気、岩石磁気、沿岸堆積物、地中

レーダー、粒度分析、大型化石、古環境

解析 

 

［テーマ題目31］海洋環境地質の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］鈴木 淳（海洋環境地質研究グループ） 

［研究担当者］鈴木 淳、高橋 暁、長尾 正之、 

田村 亨、山岡 香子、清家 弘治 

（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

人類活動により影響を受ける将来の環境を考えるため、

都市沿岸域の環境及び海洋・地球環境について、環境変

動幅と変動要因を明らかにすべく、安定同位体比分析法

及び光ルミネッセンス（OSL）年代測定法の高度化を

進めると共に、海洋環境地質に関する研究を実施した。 

 海洋酸性化や水温上昇が炭酸塩殻生物に与える影響に

関する研究の一環として、琉球列島の造礁サンゴ骨格の

化学分析から過去100年間の人為起源の二酸化炭素の地

球表層への排出に伴う海洋酸性化の履歴を明らかにした。

また、粉末 X 線回折技術より高感度に方解石結晶を検

出することができる新たな熱ルミネッセンス分光技術を

用い、正確な古海洋情報復元のために不可欠な続成変質

をほとんど受けていない化石サンゴ試料を選別する評価

技術の検討を行った。 

 砂質沿岸域の古環境復元に関する研究については、国

内では、昨年度に引き続き鳥取県弓ヶ浜半島などの海岸

砂丘の堆積物について風成堆積作用の変動及びそれに起

因する気候変動の復元を実施した。国外では、オースト

ラリア東部～南部のクリーンズランド州からビクトリア

州にかけての地域に加え、アジアデルタ（メコンデルタ、

長江デルタの堆積物）を対象とした研究を展開し、採取

した試料について光ルミネッセンス（OSL）年代測定

を行うことにより、環境の詳細な変遷を解明した。 

 海底鉱物資源の環境影響評価に係わる研究として、コ

バルトリッチクラストを対象にして、国際海底機構の定

める環境ガイドラインの適用を想定した環境ベースライ

ン調査法についての基礎的な検討を実施した。コバルト

リッチクラストや海底熱水鉱床の成因に関する基礎研究

から、環境影響評価への応用可能性を探る検討を実施し

た。また、海域における地質情報研究部門整備の一環と

して、日本周辺海域鉱物資源分布図を出版した。 

この他、地質調査関連技術の高度化と普及を進めた。

音響反射強度から底質判別を行う沿岸観測手法の高度化

を進めた。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］地球温暖化、海洋酸性化、海面上昇、沿

岸、炭素循環、気候変動、古海洋学、サ
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ンゴ礁、デルタ、酸素同位体比、土壌、

光ルミネッセンス年代測定法 

 

［テーマ題目32］資源テクトニクスの研究（運営費交付

金） 

［研究代表者］下田 玄 

（資源テクトニクス研究グループ） 

［研究担当者］下田 玄、針金 由美子、佐藤 太一、

後藤 孝介、遠山 知亜紀、田中 弓 

（常勤職員5名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

海底鉱物資源探査指標の確立のため、高精度化学分析

に適した実験室環境の構築しつつある。これにより、海

底熱水鉱床、マンガンクラスト、海底噴出熱水、海底堆

積物などの元素・同位体分析の為の環境を整え、沈み込

む海洋地殻や堆積物、海底鉱物資源の形成プロセスに基

づいた探査手法の開発に着手し始めた。今年度も安定同

位体分析の高感度化を重点的に行った。安定同位比の分

析に関しては、ICP-MS（誘導結合プラズマ質量分析

計）による測定条件の決定が概ね終了した。今年度から

は塩素の同位体比分析を目指した実験を開始した。標準

岩石試料からのハロゲン元素の分離方法を産総研内で確

立しつつある。また、海底鉱物資源に関連する様々な試

料の元素分析や同位体分析を行い、地球化学的指標の検

討を引き続き行った。海底鉱物資源探査指標の確立には、

海底岩石中に、どのような種類の有用元素が分布してい

るのかを解明することが求められる。なぜなら、鉱床の

成因や規模を特定することが期待できるからである。こ

れらの手法を陸域の塊状硫化物鉱床に適用して有用性を

検証すれば、海域の鉱化作用の分布と規模の評価への応

用が可能になると考えているので、画像解析に関する研

究も行った。地磁気異常に関しては、深海曳航磁気探査

等の海底近傍磁気探査による研究を行っている。熱水噴

出域の賦存が期待できる背弧リフトでの応用を見据えた

研究に着手した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］海底鉱物資源、テクトニクス、伊豆－小

笠原弧、沖縄トラフ、フィリピン海プレ

ート、地球化学、岩石学 

 

［テーマ題目33］地球化学の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］岡井 貴司（地球化学研究グループ） 

［研究担当者］岡井 貴司、太田 充恒、御子柴 真澄、

間中 光雄、久保田 蘭 

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

地殻における元素の地球化学的挙動解明の研究として、

炭酸塩中の元素の挙動と分析法の研究、島弧－大陸地域

の火成活動に関する地球化学的研究、鉄・マンガン酸化

物、炭酸塩鉱物、河川－海洋堆積物、土壌などに取り込

まれた微量元素の挙動及び存在状態解析の研究及び、地

表環境下における粘土鉱物が関与する岩石－水反応の研

究を行った。 

 炭酸塩中の元素の挙動と分析法の研究では、サンゴ中

の Sr/Ca 比及び Mg/Ca 比等を用いた環境変動の解明に

ついて、天然及び飼育サンゴを用いて検討した。また、

石灰岩中の水銀について加熱気化原子吸光法により分析

を行った結果、試料によるバラツキが大きかったことか

ら、ベインの有無等岩相による違いの検討を開始した。

島弧－大陸地域の火成活動に関する地球化学的研究では、

阿武隈山地深成岩類の地球化学的・岩石学的特性の検討

及び、深成岩類の年代測定結果のとりまとめを行うと共

に、蛍光 X 線分析による主成分定量分析の最適化を検

討した。鉄・マンガン酸化物、炭酸塩鉱物、河川－海洋

堆積物、土壌などに取り込まれた微量元素の挙動及び存

在状態解析の研究では、奄美大島周辺海域の表層堆積物

試料の化学分析及び奄美諸島の河川堆積物・土壌試料の

採取・化学分析を行い、奄美諸島における元素分布及び

陸域から海域への元素移動について検討すると共に、土

壌試料については存在形態解析も行い、同様の分析・解

析を同時に行った八丈島土壌試料との比較検討を行った。

また、淡路島河川堆積物の元素分布について、瀬戸内海

諸島の河川堆積物試料の元素の分布と合わせて、その挙

動について陸域からの影響も含めて検討し結果を報告す

るとともに、九州周辺諸島の河川堆積物分析結果を取り

まとめて報告した。その他、九州地方の河川堆積物の元

素分布と Sr 同位体比の解析、BCR 法による地質試料中

の元素の存在形態分析における乾燥方法による形態の変

化及び経年変化の検討、X 線吸収スペクトルに基づくラ

ンタノイドの化学形態分析の検討を行った。地表環境下

における粘土鉱物が関与する岩石－水反応の研究では、

岩石の鉱物組成と化学的浸透圧による地下水流動への影

響について、室内実験により浸透圧パラメータの塩分濃

度依存性を評価して報告すると共に、有馬温泉周辺及び

蓬莱峡における水理特性と熱水変質鉱物との関係をとり

まとめて報告した。また、粘土鉱物共存化の黄鉄鉱とア

ルカリ性水溶液の反応実験において、水溶液の pH の違

いによって、生成する水酸化鉱物が異なることを確認す

ると共に、幌延の堆積岩と溶存酸素の反応実験において、

岩石の化学組成を明らかにし、ノルム鉱物量を計算して

構成鉱物量を確認した。その他、新たに簡易な岩石－水

反応装置を作製し、予備試験を実施して改良を進めてい

る。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］地球化学、土壌、堆積物、炭酸塩、火成

岩、存在形態 

 

［テーマ題目34］地球物理の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］名和 一成（地球物理研究グループ） 

［研究担当者］名和 一成、大熊 茂雄、伊藤 忍、 
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山口 和雄、大滝 壽樹、大谷 竜、 

住田 達哉、宮川 歩夢、木下 佐和子、

村田 泰章（福島再生可能エネルギー研

究センター）、横倉 隆伸、駒澤 正夫、

稲崎 富士、中塚 正 

（常勤職員10名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

国土及び周辺地域の地下構造・地下動態の把握・解明

の為に、各種物理的手法による計測・探査・解析・解釈

技術の開発・改良を行う。複数の地質・地球物理情報に

基づく、モデリング・モニタリング手法やシミュレーシ

ョン手法の開発を行う。所内外の連携研究を中心とした

プロジェクト研究の基礎を支え、将来の新しいプロジェ

クト創出となる萌芽的研究も実施する。具体的には、日

本の陸域の地質情報整備の一環としての地球物理図の整

備と沿岸域の海陸シームレス地質情報の整備の基礎を支

える。また地質調査総合センターの他部門・グループと

の連携研究を推進するとともに、計量標準総合センター

や他の研究機関、民間企業との連携・共同研究にも積極

的に携わる。H29年度には、地質調査総合センターの出

版物として金沢地域重力図（ブーゲー異常）、平成28年

度沿岸域の地質・活断層調査研究報告を出版・公開した。

科学研究費補助金による継続課題を進捗させるとともに、

新規課題も採択された。大学・公的研究機関との共同研

究・共同利用に加えて、財団法人・民間企業等との共同

研究・技術コンサルティングも実施した。前年度から引

き続きリサーチアシスタントとポスドクを雇用し、物理

探査をコア技術とした地質の調査に携われる人材の育成

にも取り組んだ。H30年3月の地質情報研究部門主催研

究会「浅層地盤・地質の詳細構造解明に資する精密物理

探査の現状と課題」を企画・開催した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］地球物理、地殻構造、地球ダイナミクス、

地球科学情報、重力探査、重力モニタリ

ング、地震探査、地震波解析、磁気探査、

データベース 

 

［テーマ題目35］地球化学標準試料 ISO（地質分野特定

事業費）（成果普及品自己財源） 

［研究代表者］岡井 貴司（地球化学研究グループ） 

［研究担当者］岡井 貴司、今井 登、太田 充恒、 

御子柴 真澄、間中 光雄、久保田 蘭、

立花 好子（常勤職員5名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

地質試料は多種・多様な成分で構成され、化学分析の

際には各成分が互いに影響しあうため、正確な分析を行

うためには、目的とする試料と主要な化学組成が良く似

た、目的成分の濃度が決められている標準試料が必要不

可欠である。地質情報研究部門は化学分析用岩石標準試

料の国内唯一の発行機関として、1964年以来50年以上

にわたって地質関連試料の標準試料を作製し、世界各国

の研究機関との共同研究により、化学組成や同位体組成、

年代値の信頼性の高いデータを定め公表してきた。この

標準試料は世界中で活用されており、分析精度を高める

標準として世界的に大きな貢献をしている。しかしなが

ら、近年の国際化の動きの中で、標準物質は国際的な標

準である ISO のガイドラインに対応することが必要と

されるようになってきたため、当部門発行の岩石標準試

料についても、NITE 認定センターより、ISO に対応し

た標準物質生産者としての認定（ASNITE 認定）を取

得し、ISO の規定に則った認証標準物質（地球化学標

準物質）とした。標準試料の各種情報はデータベースと

してインターネット上で公開しており、認証書の見本や、

これまでに報告された各試料および成分毎の個別の分析

データ等を見ることができる。 

本年度は、昨年度作製した花崗岩標準試料 JG-3a

（島根県雲南市三刀屋花崗岩）について初期分析を行う

とともに、均質性の確認及び共同分析を行った。初期分

析の結果は、各成分とも既存の JG-3試料とほぼ同程度

であった。均質性の確認は、主要な9成分について、試

料作製時に6つに分割した各スプリットからランダムに

各2本ずつ抜き取り、計12本を用いて行った。また、ス

プリット5については同一スプリット内から5本を抜き

取り、スプリット内での均質性を確認するとともに、特

定の瓶について瓶の上部から5分割し、瓶内の均質性も

確認した。共同分析は、外部7機関及び地球化学研究グ

ループの計9機関で、主成分（12成分）について行った

が、外部1機関については分析が来年度になったため、

仮認証値の設定は全機関分のデータがそろう来年度とし

た。 

標準物質生産者としての ISO 認定については、2016

年11月に ISO 17034: 2016 General requirements for 

the competence of reference material producers が制定

されたため、認定基準がこれまでの ISO Guide34:2009 

(JIS Q0034:2012) General requirements for the 

competence of reference material producers から ISO 

17034に変更になった。移行期間は2016年11月から3年

となっており、今年度の定期検査については、Guide34

で受けることも可能であったが、次回の検査スケジュー

ルが制約されるため、今年度の検査から、新しい ISO 

17034にしたがって受審した。認定基準の変更に伴い、

リスクマネジメントの明確化や記録類の追加・書式変更

等が必要であったが、適切にマニュアル類の改訂及び記

録・データ類の管理を行って認定基準に適合させ、指摘

事項無しで認定の継続が認められた。また、要員教育に

おいては、特性値決定要員の育成を目指し、湿式法によ

る化学分析手法の教育訓練を重点的に行った。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］国際標準、標準物質、地球化学、岩石、 

土壌、化学組成 
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⑤【地質情報基盤センター】 
（Geoinformation Service Center） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第7 

人 員：26名（8名） 

概 要： 

 地質情報基盤センターは、地質調査総合センターの

研究部門及び同研究企画室との密接な連携のもとに、

地質・地球科学に関する信頼性の高い、公正な地質情

報を国民に提供している。国土の利用、地震・火山噴

火等の災害対策、資源の確保、環境問題などへの対応

に効果的に使われるべき公共財として、地質情報の活

用の利便性向上を図っている。また、世界的にユニー

クな地球科学専門の博物館である地質標本館を運営し

ている。ここでは地質標本とともに日本や世界の地質、

天然資源、地質災害、地球と人類の関わりについての

最新の科学的成果を展示し、土・日・祝日も開館して

いる。さらに、地質試料等の整備・調製、並びにこれ

らに係る研究支援業務を行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2018/3/31現在） 

 

［地質情報基盤センター］センター長 佐脇 貴幸 

次長   吉川 敏之 

次長   藤原  治 

総括主幹 加瀬  治 

総括主幹 川鈴木 宏 

［整備推進室］  室長 吉川 敏之 

［出版室］    室長 加瀬  治 

［アーカイブ室］ 室長 内藤 一樹 

［地質標本館室］ 室長 川鈴木 宏 

--------------------------------------------------------------------------- 

整備推進室 

（Data Services and Communication Office） 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 整備推進室は、地質情報の整備・統合・発信に関す

るニーズ把握・計画・調整・ウェブサービス、ならび

に法制度・標準化・国際関係・産学官連携にかかる管

理機能を所掌する組織として、地質調査総合センター

公式研究成果の地理空間情報に係るデータ整備とウェ

ブからの発信、そして利活用調査を行った。 

 データ整備では既刊の25区画分の5万分の1地質図

幅 Shapefile と kml のベクトル形式のデータを追加

公開した。また、出版済み19地域の火山地質図のベ

クトルデータと WMS/WMTS を公開した。 

 ウェブからの発信では、地質調査総合センター公式

ウェブサイトの管理、クラウドコンピュータ上でのデ

ータベースシステムの運用及び改善を進めるとともに、

GitHub によるオープンソースソフトウェアのソース

コードを公開した。また、地質標本館キッズページの

制作を担当し、更新を進めた。 

利活用調査では、国内外の地質情報利活用事例や市

場ニーズの調査を進め、とりまとめた結果を公開した。 

 

出版室 

（Publication Office） 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 出版室は、産総研の「地質の調査」業務に基づく地

質・地球科学に関する研究成果の出版及び管理、地質

情報の標準化整備及び数値化、並びにこれら研究成果

の普及に関する業務を行った。各研究部門で作成され

た地質図・地球科学図の編集と出版、研究報告書、

GSJ 地質ニュースの編集と出版を行った。また、地

質出版物・データベースの著作物利用申請に対応した。 

 地質情報整備では地質情報に関する標準化を進めて

おり、既刊地質図類のラスタデータ整備を実施した。

また、地質領域の研究企画室と協力して地質情報展等

の地質関連イベントで成果普及活動を行うとともに、

地質図類のより一層の利活用促進を目指し、ウェブ等

を通じて研究成果品の紹介・普及を進めた。 

  

アーカイブ室 

（Archive Office） 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 アーカイブ室は、「地質の調査」に係るメタデータ

の整備及び提供、地質文献資料・地質図等の収集・管

理、地質試料の登録・管理・利用支援・データベース

化及び機関アーカイブに関する業務を掌る。 

メタデータの整備については、地質文献データベー

ス及び地理空間情報クリアリングハウスにおいて、そ

れぞれの管理・運営とデータの追加更新を行った。文

献資料・地質図等の収集活動については、国内外関連

機関との文献交換等を通じて行った。明治～戦前発行

の貴重図等の永久保存のために、簡易修理及び脱酸性

化作業を行った。文献収集活動等の情報の整備とデー

タベースによる提供を組織的に行うことにより、地質

情報の活用を促進した。既刊出版物、標本館グッズ、

標準試料の管理・頒布・払い出し・オンデマンド印刷

を行った。地質試料の管理については、登録試料の現

品確認を進めた。機関アーカイブに関しては、印刷校

正データも含め、登録・保管を進めた。 

 

地質標本館室 

（Geological Museum Office） 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 地質標本館室は、運営グループ及び地質試料調製グ
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ループの2つのグループから構成される。平成29年度

においては、以下を実施した。 

 運営グループは、地質標本館の運営、展示及び管理

に関する業務並びに地質標本館における地質の調査に

係るアウトリーチに関する業務を担当し、「2016年熊

本地震 活断層に備えよう」や「魅惑の鉱物 －北川

隆司鉱物コレクションと青柳・今吉鉱物標本－」など

定期的に特別展を開催したほか「化石クリーニング体

験教室」などのイベントをはじめ講演会等の実施並び

に外部出展協力を実施した。また、日本列島立体模型

をプロジェクションマッピング化するなど、展示内容

の更新を実施した。 

 地質試料調製グループは、薄片及び研磨片等試料の

調製に関する業務を担当し、岩石薄片・研磨片等

1,599枚を作製するとともに、「リケジョサイエンス

カフェ」等で薄片ラボツアーなども実施し、成果普及

活動への協力等を行った。また、技術コンサルタント

契約を1社から請負った。 

 両グループとも、技術研修生を受け入れる等、研究

所外の人材育成等にも協力した。
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地質の調査 

① 地球科学図 

 本年度の各種地質図類の編集・発行は、重力図1件、5万分の1地質図幅4件、海洋地質図1件、特殊地質図2件で

ある。 

刊 行 物 名 
件  数 

発行部数 摘        要 
図類・冊子 

重力図（ブーゲー異常図） ウェブ出版 － No.33 金沢地域重力図 

5万分の1地質図幅 4 ・ 4 各 1,500 「観音寺」、「泊」、「鳥羽」、「一戸」 

海洋地質図 CD-ROM 1  1,000 No.89 響灘海底地質図 

特殊地質図 
1 ・ 0 

ウェブ出版 

1,000

－ 

No.33 日本周辺海域鉱物資源分布図（第2版） 

No.41 栃木県シームレス地質図 

 

② 地球科学研究報告 

 本年度の研究報告書は、地質調査研究報告が第68巻1号～6号6件、GSJ 地質ニュース第6巻4号～12号 第7巻1号

～3号12件、活断層・古地震研究報告1件、地質調査総合センター速報2件である。 

刊 行 物 名 件 数 発行部数 摘        要 

地質調査研究報告 6 各 200 Vol.68 No. 1, 2, 3, 4, 5, 6  

GSJ 地質ニュース 12 各 650 Vol.6 No. 4, 5, 6, 7, 8, 9, 10, 11, 12 Vol.7 No. 1, 2, 3 

活断層・古地震研究報告 1 1,450 活断層・古地震研究報告 第17号（2017年） 

地質調査総合センター速報 2 
ウェブ出版 

300 

No.74平成28年度沿岸域の地質・活断層調査研究報告 

No.75平成29年度研究概要報告書-石垣島･奄美大島周辺海域-

 

 

③ 普及関連出版物 

本年度の普及関連出版物は24件を登録した。そのうち無償が16件（他部門筆頭が2件）、有償（標本館グッズ）

が8件であった。 

 

④ 刊行物販売状況 

 研究成果普及品のうち「地質の調査」に係るものは、地質情報等有料頒布要領（27要領第122号）により、地質

調査情報センター及び地質標本館が有料頒布業務を遂行することになっている。平成29年度は、下記のように有

料頒布を実施し、収入を得た。 

 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(333) 

○平成 29 年度 研究成果普及品及び標準試料頒布収入 

 地球科学図及び地球科学データ集              3,729,070 円 

内     訳 頒布部数 頒布金額 

委託販売収入（6社合計） 2,175 3,365,418 

直接販売収入（地球科学図ほか） 141 188,800 

直接販売収入（オンデマンド） 157 174,852 

合     計 2,473 3,729,070 

 

   普及出版物及び標準試料                  1,802,550 円 

内     訳 頒布部数 頒布金額 

直接販売収入（普及出版物ほか） 4,446 1,802,550  

標準試料                         7,931,520 円 

内     訳 頒布部数 頒布金額 

委託販売収入（2社合計） 623 7,931,520 

 

⑤ 文献交換 

 「地質の調査」に係る研究成果物をもとに、国内外の「地質の調査」に関係する機関と文献交換を行い、地質文

献資料の網羅的収集に努めている。さらに、収集資料の明確化と広範囲の利用者の利便性を考慮して、地質文献デ

ータベースを構築し、インターネットで公開を行っている。 

 

 国内外交換先 

 
計 JAPAN EUROPE ASIA AFRICA U.S.A.

CANADA & C. 

AMERICA 

SOUTH 

AMERICA 
OCEANIA

国 数 147 1 34 37 42 1 10 12 10

機関数 1,033 417 211 160 56 82 29 44 34

 

 交換文献内訳 

 
計 地質調査研究報告 その他報告類

地域地質研究報告 

（5万分の1地質図幅） 
その他図幅 CD-ROM

件 数 11 5 1 3 1 1

所外送付部数 1,636 749 209 323 104 251

国外送付部数 1,418 55 208 663 221 271

 

⑥ 文献情報活動 

 文献交換等で収集した地質文献資料の効果的・効率的な利用を目指して、地質文献データベース（統合版

GEOLIS 及び貴重資料データベース）を構築しウェブ公開を継続している。今年度は、オンラインジャーナル

RSS 発信データ取得システムの改良についての機能拡張を行った。統合版 GEOLIS の登録数は12,045件、ウェブ

公開で17,037,878件のアクセス数（Webalizer による、以下同様）である。貴重資料データベースの登録はなし、

アクセス件数は141,001件であった。また、地質文献データベースのデータを使用した Linked Open Data(LOD)

の構築のため、GBANK 上に統合版 GEOLIS、日本の火山データベース、地質標本データベース及び地質調査総

合センター出版物の各データとの LOD データセット（GSJ LD）の構築を継続するとともに、画像公開サービス

（IIIF）サーバーを整備した。 

 

 受 入 

 単行本（冊） 雑誌（冊） 地図類（枚） 電子媒体資料（個） 

購   入  213 106 35 44 

寄贈・交換 136 2,390 374 65 

計 349 2,496 409 109 
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製本・修理 （冊） 1,039 

脱酸性化  （冊） 2,709、 （枚） 277 

 

 地質文献データベース登録数・アクセス件数など 

 登録数 登録総数 アクセス件数 

統合版 GEOLIS 12,045 493,909 17,037,878 

貴重資料データベース 0 976 141,001 

計 12,045 494,885 17,178,879 

 

 閲覧・貸出など情報提供 

所外閲覧者 入館者 閲覧件数 貸出件数 

101 4,717 3,897 5,011 

 

 地質文献複写外部委託 

件数（件） コピー（枚） 

459 7,384

 

⑦ メタデータ及びデータベースの整備 

 「地質の調査」の成果である地質図・地球科学図等の情報に関し、インターネットを通じて利活用出来るよう、

メタデータ作成、数値化及びデータベース化を行っている。 

 メタデータ整備業務では、国土交通省国土地理院の地理空間情報クリアリングハウス用の地理標準フォーマット

JMP2.0版に基づくメタデータを1,663件整備しウェブ公開した。 

 

⑧ 数値化・地理空間情報の配信 

 地質図類ベクトル数値化整備業務では、20万分の1地質図幅1図幅、5万分の1地質図幅4図および富士火山地質図

をベクトル数値化し、データの校正・編集を行った。5万分の1地質図幅25区画の Shapefile と kml 形式のベクト

ルデータを公開した。 

 

○平成29年度 地質図・地球科学図データベース及びメタデータ整備 

１．地質図・地球科学図データベース整備（件数） 

20万分の1地質図幅、5万分の1地質図幅等の数値化数 3 

5万分の1地質図幅ベクトルデータ公開 25 

２．メタデータ整備（件数） 

地理空間情報クリアリングハウス：メタデータ登録数 1,663 

 

 

⑨ 5万分の1地質図幅調査等に係る機関アーカイブ作成 

 地質図幅をはじめ、重力図や海洋地質図などの産総研地質調査総合センター発行出版物についての、基礎データ

の登録・保管を進めた。平成29年度は、22件の基礎データの受付・登録を行った。 

 

⑩ 地質試料の管理 

 岩石試料510点、化石試料13点、鉱物試料2点を標本登録した。標本利用（画像利用を除く）は、38件（322

点）であった。 
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〇地質標本館関係行事一覧    

実施期間 特別展及び速報 講演会 外部出展 イベント 入館者・参加者 

2017/4/4～6/4 

春の特別展・地震・活

断層巡回展 

「2016年熊本地震 活

断層に備えよう」 

   
期間中の入館者数 6,856人 

2017/4/22  

科学技術週間特別講演

会 －活断層研究日奈

久断層帯の「履歴書」

－ 

  
 

聴講者数 45人 

2017/5/13～14   つくばフェスティバル

2017への出展協力 
 化石塗り絵、地質図塗り絵配

布枚数 150枚 

2017/7/1    

化石クリーニング体験教

室プレイベント「植物化

石から環境を探る」ビデ

オ上映会 

聴講者数 88人 

2017/7/11〜10/1 

夏の特別展 

「魅惑の鉱物－北川隆

司鉱物コレクションと

青柳・今吉鉱物標本－

」 

   
期間中の入館者数 20,884人

2017/7/22  

一般公開特別講演 

「鉱物が語る地球の進

化」「資源になる鉱物

」 

  
聴講者数 72人 

2017/8/25    
地質標本館 夏休み化石

クリーニング体験教室

2017 

参加者数 27人 

2017/8/26   
夏休み 地球何でも相談 相談数 34組 

2017/9/16～18   「地質情報展2017えひ

め」への出展協力 
 

来場者数 1,101人 

2017/10/17～

12/27 

秋の特別展「えひめの

地質－四国の五億年－

」 

   期間中の入館者数 7,574人 

2017/11/18～19   つくば科学フェスティ

バル2017への出展協力

 実験参加者 260人 

しおり作成 150枚 

2018/1/10～3/4 

冬の特別展「日本一長

い国立研究所の歴史－

地質図で見る GSJの

135年－」 

  
期間中の入館者数 3,827人 

2018/1/19～3/31 

ミニ企画展 

「富士山5,000mの科

学－駿河湾北部の地質

と自然を探る－」 

  
期間中の入館者数 6,214人 

2018/3/6～3/25 

特別展 

「GSJのピカイチ研究

－2017年のプレスリリ

ース、主な研究成果よ

り－」 

   
期間中の入館者数 2,200人 

2018/3/28   第27回「自分で作ろう！

！化石レプリカ」 
参加者数 41人 
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〇地質標本館入館者数（平成 29 年度総数 46,787 人） 

入館者数 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 合計 

個人 2,222 2,289 1,281 7,281 8,589 2,148 2,491 1,683 1,164 1,246 1,745 2,451 34,590

団体 1,819 415 1,001 1,062 1,572 1,017 1,473 1,373 872 205 571 817 12,197

計 4,041 2,704 2,282 8,343 10161 3,165 3,964 3,056 2,036 1,451 2,316 3,268 46,787

 

〇団体見学への地質標本館内説明実績（対応件数 397件）   
  区分 件数 内容 

学校関係 

小学校 22 地層・岩石の話 

中学校 24 地層・岩石の話 

高校 75 地質調査に係る研究成果紹介 

大学・専門学校（国内）    28 地質調査に係る研究成果紹介 

大学・専門学校（海外）     5 地質調査に係る研究成果紹介 

視察・VIP 
視察・VIP（国内） 15 地質調査に係る研究成果紹介 

視察・VIP（海外） 5 地質調査に係る研究成果紹介 

国際関係 海外研修生等 19 地質調査に係る研究成果紹介 

その他 その他（一般団体） 204 地質調査に係る研究成果紹介 

合  計   397   

 

〇地質標本館室 職場体験学習生・研修受入       

職場体験学習生 

桜並木学園つくば市立並木中学校4人 1日間（4人） 
中学生の職業観の育成等（中学校のカ

リキュラム対応） 

芝浦工業大学柏中学高等学校 6人 2日間（6人） 
中学生の職業観の育成等（中学校のカ

リキュラム対応） 
  

博物館実習 

川村学園女子大学 8人 10日間（8人）

博物館業務に係る試・資料の収集・保

管・展示等の指導 

東洋大学 1人 10日間（1人）

筑波大学 3人 10日間（3人）

千葉科学大学 1人 10日間（1人）

お茶の水女子大学 1人 10日間（1人）

  

薄片技術研修 

丸本ストルアス株式会社 3日間（1人） 岩石薄片作製に必要な基本技術の習得

警察庁科学警察研究所 3日間（1人） 岩石薄片作製に必要な基本技術の習得

国立研究開発法人物質・材料研究機構 3日間（1人） 岩石薄片作製に必要な基本技術の習得

高知大学理学部海洋コア総合研究セン

ター 
2日間（3人） 岩石薄片作製に必要な基本技術の習得

東京大学大気海洋研究所 5日間（1人） 岩石薄片作製に必要な基本技術の習得

アースサイエンス株式会社 5日間（1人） 岩石薄片作製に必要な基本技術の習得

国土交通省国土技術政策総合研究所 3日間（1人） 岩石薄片作製に必要な基本技術の習得

農業・食品産業技術総合研究機構 3日間（1人） 岩石薄片作製に必要な基本技術の習得
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７）計量標準総合センター 
（National Metrology Institute of Japan） 

--------------------------------------------------------------------------- 

総合センター長：臼田 孝 

所在地：つくば中央第3 

概 要： 

 計量標準総合センター（ National Metrology 

Institute of Japan：NMIJ）は、工学計測標準研究

部門、物理計測標準研究部門、物質計測標準研究部門、

分析計測標準研究部門、計量標準普及センター、研究

戦略部から構成される。計量標準の整備は計測技術の

研究開発とともに、計量標準総合センターの重要なミ

ッションであり、産業技術の基盤として大きな発展が

望まれている。計量標準を整備する4つの研究部門と

その成果普及業務等を実施する「計量標準普及センタ

ー」、企画調整等を担う「研究戦略部」が互いに連携

を取りながら、経済産業省が企画立案する政策のもと、

計量標準や計測分析技術に関する先導的な研究開発を

行うとともに、質の高い標準供給を行い、我が国のト

レーサビリティ制度と法定計量制度の発展に貢献して

いる。また、計量標準総合センターは、外部からは産

総研の計量に関わる活動の中核的な組織として、国際

的にはメートル条約などにおいて日本の代表機関とし

て位置付けられている。なお計量標準総合センターの

計量標準以外の活動については該当する部署の記載を

参照されたい。 

 計量標準の整備・普及や研究成果の橋渡しに関わる

活動を円滑かつ確実に実施するため、NMIJ 運営協議

会、NMIJ 技術マーケティング会議、物理標準分科会、

化学標準分科会を、それぞれ定期的に開催している。 

 具体的な、主な活動は以下の通りである。 

1）標準整備計画に基づく、既存の計量標準の維持・

改善と新しい標準の研究・開発 

2）高品質な標準の供給、共同研究・技術指導、広

報・啓発活動等による成果の普及 

3）計量標準の需要動向の調査と、それに基づく標準

整備計画や研究課題への反映 

4）メートル条約、OIML 条約などの国際条約に基づ

く活動（計量標準の国際相互承認［MRA］、各国の

国家計量標準機関［NMI］との研究協力・技術協

力など） 

5）計量や計測に関する人材の育成 

6）計量法に基づく計量器の型式承認、基準器検査等 

7）計量や計測に関する橋渡しに関連した他機関との

連携業務等 

--------------------------------------------------------------------------- 

 

① 計量標準総合センター研究戦略部 
（Research Promotion Division of National Metrology 

Institute of Japan） 

研究戦略部長：藤本 俊幸 

研究企画室長：保坂 一元 

イノベーションコーディネーター：加藤 英幸 

パテントオフィサー：座間 達也 

総括企画主幹：齋藤 則生 

 

所在地：つくば中央第1、第3 

人 員：8名（7名） 

概 要： 

 領域長（計量標準総合センター長）は、理事長の命

を受けて、各研究領域における研究の推進に係る業務

の統括管理を行っている。研究領域間の融合を推進し、

業務を実施している。 

 研究戦略部長は、領域長の命を受けて、各研究領域

の人事マネジメント及び人材育成に係る業務（企画本

部及び総務本部の所掌に属するものを除く。）を統括

している。研究領域間の融合を推進し、業務を実施し

ている。研究企画室長、イノベーションコーディネー

ター、およびパテントオフィサー、総括企画主幹は、

研究戦略部長の指示の下、これらの業務の実施を分掌

補佐している。 

--------------------------------------------------------------------------- 

計量標準総合センター研究企画室 

（Research Planning Office of National Metrology 

Institute of Japan） 

概 要： 

 当室は、産総研組織規程第6条の規定に基づき、計

量標準総合センターにおける研究の推進に関する業務

を行っている。具体的には、第4期中長期目標の達成

に向けて、産総研のミッションの遂行のための戦略を

策定し、他独法、国立研究開発法人、地域公設試験研

究機関、産業界、大学等への働きかけと連携の強化、

ならびに領域内外の融合研究などの種々の取り組みを

促進するため、平成29年度は主に下記6つの計画の下、

業務を行った。 

1）研究戦略、予算編成等に係る方針の企画及び立案

並びに総合調整 

2）領域プロジェクトの企画、立案及び総合調整 

3）領域間連携推進、プロジェクトの企画及び立案並

びに総合調整 

4）関係団体等との調整 

5）領域長及び研究戦略部長が行う業務の支援 

6）領域における研究の推進に関する諸業務の遂行 

 1）については、研究領域における研究の推進に係

る研究方針、研究戦略、予算編成及び資産運営に係る

基本方針の企画及び立案並びに総合調整に関する業務

を行った。また、第4期中長期目標にもとづいた年度

計画の策定を関係各部署・機関と調整の上行った。 

 2）については、研究領域におけるプロジェクトの

企画、立案及び総合調整に関する業務を行った。さら
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に、シーズ発掘、各種連携や融合などへの発展を促進

した。また、領域の成果の発信の支援として、テクノ

ブリッジフェアへの参加調整の他、各種講演会及び展

示会などの企画と運営を行った。  

 3）については、研究領域間の連携の推進、プロジ

ェクトの企画及び立案並びに総合調整に関する業務を

行った。  

 4）については、研究領域における経済産業省その

他関係団体等との調整に関する業務を行った。他独法、

国立研究開発法人、地域公設試験研究機関、産業界、

大学等への働きかけにより組織的な対話の機会を設け、

連携の強化やプロジェクトの共同提案などの発展を支

援した。 

 5）については、領域長及び研究戦略部長が行う業

務の支援に関する業務を行った。 

 6）については、研究領域における研究の推進に関

する諸業務を行った。委員会等の事務局、各種発注等

の取りまとめなど、領域運営・研究推進に係る諸業務

を遂行した。研究ユニットと情報交換を行い、研究ユ

ニットの円滑な運営を支援した。また、ユニット幹部

とともに、企業幹部を訪問し、共同研究の推進に努め

た。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2018/3/31現在） 

［計量標準総合センター研究戦略部研究企画室］ 

研究企画室長    保坂 一元 他 

-------------------------------------------------------------------------- 

 

②【工学計測標準研究部門】 
（Research Institute for Engineering Measurement） 

（存続期間：2015.4.1～） 
 
研究部門長：高辻 利之 
副研究部門長：小畠 時彦 
総括研究主幹：寺尾 吉哉、大田 明博、根本 一 
首席研究員：藤井 賢一 
 
所在地：つくば中央第3、つくば北 

人 員：77名（77名） 

経 費：890,056千円（617,715千円） 

 
概 要： 

 本研究部門では、自動車に代表されるものづくり産

業の高度化に役立つ、幾何学量・質量・力学量・流量

などに関連する国家計量標準の整備と普及、関係する

計測・評価技術の開発・高度化を行っている。これら

開発・高度化した計測・評価技術および計測機器を用

いて、ユーザーが必要とするソリューションの提供に

務める。また、アボガドロ定数精密測定による質量標

準など、次世代計量標準の開発を推進する。さらに、

工業標準化や国際標準化をはじめとする基準認証業務

への貢献を図る。加えて、計量法の規制が要求される、

特定計量器と呼ばれる計量器の型式承認やその検定に

必要な基準器の検査など、商取引における消費者保護

などを目的とした法定計量業務を実施する。 
--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金： 
交付金 標準基盤研究 円形管路の絞り機構による流量

測定方法－スロートタップ式フローノズル 

 
交付金 標準基盤研究 半導体製造工程で使用するプロ

セスガス流量の標準化 
 
交付金 戦略予算 革新的超微小質量・力・トルク計測

技術の開発 
 
交付金 標準基盤研究 高圧気体用圧力計の校正方法及

び特性試験方法の標準化 
 
交付金 戦略予算 3D 計測エボリューション 
 
交付金 標準基盤研究 座標測定機（CMM）による幾

何形状測定結果の不確かさ算出法の標準化 
 
外部資金： 
経済産業省 平成29年度工業標準化推進事業委託費

（戦略的国際標準化加速事業（国際標準共同研究開発事

業：水素燃料計量システム等に関する国際標準化）） 

 
（国研）新エネルギー・産業技術総合開発機構 水素利

用技術研究開発事業／燃料電池自動車及び水素ステーシ

ョン用低コスト機器・システム等に関する研究開発／水

素ステーションにおける水素計量管理方法に関する研究

開発 

 

国立大学法人九州大学 HFO－1123などを成分物質と

する混合冷媒の音速の測定「高効率低 GWP 冷媒を使用

した中小型空調機器技術の開発／低温室効果冷媒の性能、

安全性評価／中小型空調機器に適合する新規低 GWP 冷

媒の物性評価および基本サイクル性能評価」 

 
経済産業省／（一財）製造科学技術センター 平成29

年度エネルギー使用合理化国際標準推進事業 「自動検

査プロセス実現のための測定データ標準処理手順」接触

式測定との整合性評価実験 
 
独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（B）高レイノルズ数円管流れにおける摩擦損失係

数の定式化と普遍速度分布に関する研究 
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独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（B）質量の単位「キログラム」を基礎物理定数に

よって定義するための研究開発 

 
独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手

研究（A）パルス超音波デコンボリューション法を用い

たワイドレンジ流速分布過渡流量計の開発 

 
独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）高衝撃・高周波領域における三軸加速度セン

サの周波数特性に関する研究 

 
独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手

研究（B）AFM による線幅計測の不確かさ低減のため

の探針形状の絶対評価技術開発 

 
独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（B）マイクロレオロジーセンサーで切り拓くイン

ライン粘弾性モニタリングの新展開 

 
独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手

研究（A）音波と電磁波のマルチスペクトロスコピーに

よる有極性分子間ポテンシャルの解明 
 
独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 新学

術領域研究（研究領域提案型） サーマル分子ピンセッ

ト～溶液中の溶質分子を局所温度分布で摘み動かす技術 
 
独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）質量単位キログラムの定義改定のための原子

空孔濃度の精密計測 
 
独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）電磁力によるトルク計測技術を用いた万有引

力定数の精密測定に関する研究 
 
独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手

研究（B）ナノポア計測に向けた X 線微小角散乱法の研

究開発 
 
独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手

研究（B）反射光が断続しても動作し続けるハイブリッ

ドレーザ干渉型変位計 
 
埼玉県 産学連携研究開発プロジェクト補助金 高効率

カークレイモデル高精度加工ロボットの開発 
 
経済産業省／（公財）長野県テクノ財団 平成29年度

戦略的基盤技術高度化支援事業（回転軸の軸ガタ検出機

能を付加した自己校正型ロータリエンコーダの開発） 

静岡県 先端企業育成プロジェクト推進事業（次世代超

薄板ガラスのインライン検査を可能とする超高速複屈折

計測装置の開発） 
 
経済産業省／株式会社三菱総合研究所 平成29年度工

業標準化推進事業委託費（戦略的国際標準化加速事業：

政府戦略分野に係る国際標準開発活動） 非直交光学式

座標測定システムの精度評価法に関する国際標準化 
 
発 表：誌上発表88件、口頭発表109件、その他77件 
--------------------------------------------------------------------------- 

長さ標準研究グループ 

（Length Standards Group） 

研究グループ長：尾藤 洋一 
（つくば中央第3） 

概 要： 
長さの標準供給は、産業・科学技術の要であり、そ

の安定的供給には大きな期待が寄せられている。この

分野では、高精度な上位の標準から、現場で用いられ

る下位の標準まで、幅広い標準が求められる。これら

の要望に応えるためには、信頼性の高い長さ測定技術

の開発が不可欠である。当グループでは、産業界から

求められ、また国際比較などで求められている長さ及

び平面度などの偏差量に関して標準の確立とそれらの

供給体制の整備を行うとともに、民間との連携によっ

て、階層構造に基づく我が国のトレーサビリティ体系

を構築している。 
研究テーマ：テーマ題目1 

 

幾何標準研究グループ 

（Dimensional Standards Group） 

研究グループ長：阿部 誠 
（つくば中央第3） 

概 要： 
 ものづくり産業からの要請の強い、工業製品・部品

の複雑な形状・寸法を2次元または3次元的に評価・

検証するための幾何学量の標準の研究開発を推進して

いる。幾何標準研究グループは産業界からのニーズお

よび研究開発動向に基づき、三次元計測、画像計測、

計測用 X 線 CT、および角度計測などに関する標準の

確立と供給体制の整備を進めるとともに、民間企業等

との活発な共同研究等に取り組むことにより橋渡し機

能の一翼を担っている。 

研究テーマ：テーマ題目2 

 
ナノスケール標準研究グループ 

（Nanoscale Standards Group） 

研究グループ長：平井 亜紀子 
（つくば中央第3） 

概 要： 
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 ナノメートルサイズの寸法・形状標準についての標

準設定・供給、研究開発を行っている。長さ標準にト

レーサブルな高分解能レーザ干渉計、測長型原子間力

顕微鏡、干渉顕微鏡、触針式粗さ計を開発し、走査電

子顕微鏡も組み合わせて、一次元・二次元回折格子ピ

ッチ、段差、線幅、表面粗さの校正サービスを行って

いる。また、これらの標準供給の範囲拡大や信頼性を

高めるための研究開発を実施している。 

研究テーマ：テーマ題目3 

 

質量標準研究グループ 

（Mass Standards Group） 

研究グループ長：藤井 賢一 
（つくば中央第3） 

概 要： 
 質量と重力加速度についての標準から現場計測に至

るまでのトレーサビリティを確保するとともに、

2018年に予定されているキログラムの定義改定に対

応するためにアボガドロ国際プロジェクトを運営し、

X 線結晶密度法によって原子の数からキログラムを実

現するための研究開発を行い、現行のキログラム原器

に代わる新しい質量標準を確立する。また、プランク

定数にもとづく新しいキログラムの定義を利用した微

小質量計測技術を開発し、ナノテクノロジーなどに広

く貢献するための計測技術を開発する。分銅の質量校

正については JCSS 校事業者登録制度や依頼試験に

よって標準を供給する。重力加速度についてはその国

際比較や国土地理院が主催する国内比較に参加するこ

とによって標準を供給し、国内の重力加速度マップの

整備に貢献する。 

研究テーマ：テーマ題目4 

 
流体標準研究グループ 

（Fluid Property Standards Group） 

研究グループ長：藤田 佳孝 
（つくば中央第3） 

概 要： 
 固体や流体の密度、液体の屈折率、粘度、および関

連する流体物性に関する標準の設定、供給範囲の拡張

や高精度化などの計測・校正技術の開発を行う。これ

らに基づき構築した高精度で信頼性の高いトレーサビ

リティ体系による標準供給や流体物性の計測・評価を

通じて、広範な産業分野で求められる製造工程・品質

の管理における信頼性確保や液体材料の物性評価に基

づく高度利用に貢献する。 

研究テーマ：テーマ題目5 

 

力トルク標準研究グループ 

（Force and Torque Standards Group） 

研究グループ長：大串 浩司 

（つくば中央第3） 
概 要： 

 力・トルク（力のモーメント）の各量についてこれ

まで開発を進めてきた国家計量標準の範囲を拡大・高

度化することにより、標準を維持して産業界に安定的

に供給することを主たるミッションとしている。また

他国 NMI との国際比較を積極的に行い、国際整合性

を確保し、世界最高水準の標準維持に努めている。力

に関しては力標準機から力計さらには材料試験機へ、

トルクに関してはトルク標準機からトルクメータ・ト

ルクレンチやトルク試験機へと、国家標準から現場の

一般計測器につながるトレーサビリティを確保するた

めに必要な課題について研究・技術開発を行っている。

重力ではない電磁気等原理に基づく微小力、微小トル

ク標準の開発や、高精度・高安定な力計、トルクメー

タの開発にも取り組んでいる。 

研究テーマ：テーマ題目6 

 
圧力真空標準研究グループ 

（Pressure and Vacuum Standards Group） 

研究グループ長： 新井 健太 
（つくば中央第3） 

概 要： 
 圧力真空標準は、圧力計や真空計による圧力測定の

基準であり、産業を支える基盤技術である。当グルー

プでは、世界最高水準の圧力・真空・分圧・リーク標

準を整備し、産業界並びに科学技術分野からの超高圧

力から極高真空までの計測技術の要望に応える事を目

標として、研究開発を進めている。既に jcss 校正、

あるいは、依頼試験で供給開始済みの圧力・真空・分

圧・リーク標準について、標準供給を円滑に行うとと

もに、標準の高度化及び供給技術の効率化を進めてい

る。また、圧力・真空・分圧・リーク標準及び関連す

る計測技術の高度化のための研究開発を実施し、外部

連携による産業界等への技術移転を進めている。国際

比較等の国際計量機関の活動へ積極的に参加し、国際

計量システムの構築に貢献している。関係する国内外

規格の標準化活動への参加、国内トレーサビリティ制

度への協力も行っている。更に、圧力・真空・分圧・

リーク標準及び関連する計測技術の研究開発成果と技

術情報の普及に取り組んでいる。 

研究テーマ：テーマ題目7 
 

強度振動標準研究グループ 

（Vibration and Hardness Standards Group） 

研究グループ長：服部 浩一郎 
（つくば中央第3） 

概 要： 
 振動加速度に関連する量と材料強度に関連する量に

ついて、計測標準の維持および供給を行っている。振
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動加速度の領域では低周波数振動加速度、中・高周波

数振動加速度、衝撃加速度、および角速度について供

給を行うとともに、各国の標準研究所との国際比較を

行い国際同等性の確保に努めている。材料強度領域で

は、ロックウェル硬さ、ビッカース硬さ、ブリネル硬

さ、およびシャルピー衝撃値について校正サービスを

行うとともに、標準供給の範囲拡大およびその信頼性

向上のため、測定技術や校正技術について研究開発を

実施している。 

研究テーマ： テーマ題目8 
 

液体流量標準研究グループ 

（Liquid Flow Standards Group） 

研究グループ長：古市 紀之 
（つくば中央第3、つくば北） 

概 要： 
 液体流量の標準の設定と供給および関連する計測技

術の研究開発を担っている。液体（水）流量、石油大

流量、石油中流量、石油小流量の国家標準設備（特定

標準器）を保有し、校正サービスを行いながら、これ

らの標準供給の範囲を広げ、また信頼性を高めるため

の研究開発を進めている。 
研究テーマ：テーマ題目9 
 

気体流量標準研究グループ 

（Gas Flow Standards Group） 
研究グループ長：森岡 敏博 

（つくば中央第3） 
概 要： 

 気体流量、気体流速の標準設定・供給、気体流量測

定技術の開発を行っている。気体中流量、気体小流量、

気体大流速、気体中流速、微風速の国家標準設備（特

定標準器）を保有し、校正サービスを行いながら、こ

れらの標準供給の範囲を広げ、また信頼性を高めるた

めの研究開発を実施している。 
研究テーマ：テーマ題目10 
 
型式承認技術グループ 

（Type Approval Group） 
研究グループ長：伊藤 武 

（つくば中央第3） 
概 要： 

 特定計量器の性能に関する試験データ及び図面審査

の両面から総合評価を行い、計量法に基づく型式承認

並びに OIML 勧告に基づく OIML 計量器証明書の適

合性評価を行っている。また、技術革新又は国際勧告

に調和した技術基準を導入するとともに、合理的かつ

効果的な試験･評価方法の検討･策定を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目11 
 

計量器試験技術グループ 

（Testing and Inspection Group） 
研究グループ長：森中 泰章 

（つくば中央第3） 
概 要： 

 計量法に定められた血圧計、タクシーメーター及び

アネロイド型圧力計の型式承認試験、特定計量器の標

準である基準器検査及び酒精度浮ひょうの比較検査や

計量器の依頼校正等を行い、計量が正確に行われるこ

とに貢献している。密度標準につながる浮ひょうの計

量標準の供給及び標準供給方法の開発、計量器の JIS

原案作成、JCSS の普及活動及び OIML 勧告等の規

格に関連した国際化対応にも貢献している。 

研究テーマ：テーマ題目12 
 

質量計試験技術グループ 

（Legal Weighing Metrology Group） 
研究グループ長：三倉 伸介 

（つくば中央第3） 
概 要： 

 計量法に定められた質量計関連特定計量器の型式承

認試験と計量器の基準器検査、公的質量標準に関する

管理マニュアルの審査など、法定計量業務に貢献して

いる。基準適合性評価として、型式承認において活用

する個別要素試験としての依頼試験と OIML 適合性

試験を実施している。また、計量研修センターが実施

する計量教習と特定教習に講師を派遣し、人材育成に

貢献している。その他、計量行政審議会答申による計

量法関連政省令改正に技術面で貢献している。 

研究テーマ：テーマ題目13、テーマ題目14 
 

流量計試験技術グループ 

（Legal Flow Metrology Group） 
研究グループ長：神長 亘 

（つくば中央第3） 
概 要： 

 計量法に基づく型式承認試験、基準器検査のうち、

体積・流量に関する試験・検査を行っている。その他、

国際基準による OIML 適合性試験（自動車等給油メ

ーター、水道メーター）、校正サービスによる標準タ

ンク、標準フラスコ等の校正を行っている。また、こ

れらの技術基準について規格の検討及び策定を行って

いる。 

研究テーマ：テーマ題目15 

--------------------------------------------------------------------------- 

［テーマ題目1］長さ標準の研究開発・維持・供給 

［研究代表者］尾藤 洋一（長さ標準研究グループ長） 
［研究担当者］尾藤 洋一、寺田 聡一、近藤 余範、

工藤 良太、松井 源蔵 

（常勤職員4名、他1名） 
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［研 究 内 容］ 

 長さ関連（ブロックゲージ、標準尺、距離計等）及び

偏差量（平面度、真円度等）の各標準に関して、品質シ

ステムに従って維持、供給を行った。技術アドバイザー

として製品評価技術基盤機構が行う校正事業者の認定審

査に参加するとともに、各種技能試験の参照値を提供し

た。平面度に関しては、アジア地域の国際比較に参加し

た。さらに、関連する計測技術の高度化のための研究開

発を実施し、共同研究、技術コンサルティング等、外部

連携による産業界等への技術移転を進めた。また、平面

度標準において、角度測定を利用した測定装置の高度化

（2次元化）のための技術開発を進めた。 

［領 域 名］計量標準総合センター 
［キーワード］長さ、幾何偏差量 
 
［テーマ題目2］幾何学量の高精度化に関する研究 

［研究代表者］阿部 誠（幾何標準研究グループ長） 
［研究担当者］阿部 誠、渡部 司、藤本 弘之、 

鍜島 麻里子、佐藤 理、松崎 和也、

福島 博之、呂 明子、加藤  裕美、 

上山 裕理（常勤職員6名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 X 線 CT による幾何形状の標準開発のための幾何誤差

の要因に関する知見の集積を進め、標準供給に目処をつ

けた。jcss 校正「ロータリエンコーダ」を1件行った。

依頼試験校正について、「CMM による幾何形状測定」：

12件、「多面鏡」：2件、「ロータリエンコーダ」：4件の

計18件を実施し、円滑に標準供給できるように設備及

び測定環境を整備した。JCSS 認定制度への協力として、

認定・更新審査における技術アドバイザーの派遣を行っ

た。また、工業標準化への協力として JIS 化1件、ISO

原案開発における国際エキスパート派遣（プロジェクト

リーダ2件およびタスクフォースリーダ1件を含む）、国

内委員会委員等の派遣を行い、JIS 原案開発における委

員等の派遣を行った。 

［領 域 名］計量標準総合センター 
［キーワード］幾何寸法・幾何形状、角度標準、座標測

定機、ステップゲージ、X 線 CT 

 

［テーマ題目3］ナノメートルスケール寸法・形状標準

の開発に関する研究 

［研究代表者］平井 亜紀子（ナノスケール標準研究グ

ループ長） 

［研究担当者］平井 亜紀子、土井 琢磨、直井 一也、 

三隅 伊知子、菅原 健太郎、堀 泰明、

木津 良祐（常勤職員7名） 

［研 究 内 容］ 

 測長型原子間力顕微鏡、走査電子顕微鏡、干渉顕微鏡、

触針式粗さ計などについて、これまで標準供給を宣言し

た9項目に対して円滑に標準供給できるように設備及び

測定環境を維持した。JCSS 認定制度への協力として、

認定・更新審査における技術アドバイザーの派遣を行っ

た。また、工業標準化への協力として、JIS 原案作成に

おける委員等の派遣を行った。関連する計測技術の高度

化のための研究開発を実施し、共同研究、技術コンサル

ティング等、外部連携による産業界等への技術移転を進

めた。超微細スケールの校正のための小角入射 X 線回

折技術の開発を進めた。また、線幅（フォトマスク、シ

リコンパターン寸法）測定の高精度化を目指して測定手

法やデータ処理法の技術開発を進めた。 

［領 域 名］計量標準総合センター 
［キーワード］ナノメートルスケール、原子間力顕微鏡、

走査電子顕微鏡、干渉顕微鏡、粗さ計 
 
［テーマ題目4］質量標準の開発と供給 

［研究代表者］藤井 賢一（質量標準研究グループ長） 
［研究担当者］藤井 賢一、孫 建新、植木 正明、 

倉本 直樹、水島 茂喜、藤田 一慧、

田中 良忠（常勤職員7名） 

［研 究 内 容］ 

 質量標準に関しては、JCSS や依頼試験など多数の校

正依頼に対応して着実な標準供給を行うとともに、

2017年12月に ASNITE によるピアレビューの査察を受

け、1 mg から5 t の範囲の質量標準の CMC について

CIPM-MRA への適合性認定を取得した。 

キログラムの定義改定に向けた研究開発については、

同位体濃縮シリコン結晶から求めたアボガドロ定数につ

いての最終的な値を論文発表し、科学技術データ委員会

（CODATA）によるプランク定数の特別調整値の決定

に貢献した。2018年11月に開催される第26回国際度量

衡総会でキログラムの定義改定が採択されれば、この値

がキログラムの新しい定義として用いられることになり、

約130年ぶりのキログラムの定義改定に貢献する成果が

得られた。この成果については2017年10月にプレス発

表を行った。 

 1 mg よりも小さい微小質量領域での標準確立につい

ては、電圧天びんと光放射圧を測定する装置を製作し、

従来の技術では測れなかったナノグラムオーダーの微小

質量を新しい定義のもとでトレーサブルに計測するため

の計測技術開発を行った。 

 重力加速度標準に関しては、国土地理院などとの定期

的な国内共同観測への参加を通して、重力加速度計測の

国際整合性確保に協力した。 

 この他に、JCSS トレーサビリティ制度に関しては、

質量の技術分科会に参加し技術基準の作成や改定並びに

技術的諸問題の解決に協力するとともに、校正事業者の

登録審査や定期検査において技術アドバイザーを務め、

JCSS 認定機関の活動に協力した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 
［キーワード］質量、重力加速度、キログラム、定義改
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定、X 線結晶密度法、アボガドロ定数、

プランク定数、微小質量、JCSS、依頼

試験 

 

［テーマ題目5］密度・屈折率・粘度標準の開発・維

持・供給 

［研究代表者］藤田 佳孝（流体標準研究グループ長） 
［研究担当者］藤田 佳孝、早稲田 篤、粥川 洋平、

山本 泰之、狩野 祐也（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 固体密度・密度差、密度標準液（水溶液、有機液体、

バイオ燃料）、PVT 性質、液体屈折率、粘度標準液、非

ニュートン性液体に関して、品質システムに基づいた標

準供給に対応するとともに、標準の高度化開発、校正設

備の管理・整備等の標準の維持・管理を行った。固体密

度については、特定標準器による jcss 校正2件を実施し

た。バイオディーゼル燃料の認証標準物質（CRM-

8302a）について、密度と動粘度に関する保存安定性試

験を実施した。液体屈折率の基幹比較 CCM.D-K6の実

施に向けた検討事項について、国際度量衡委員会の質量

関連量諮問委員会・密度粘度作業部会において報告した。

粘度の基幹比較 CCM.V-K4に参加し、二つの試料の

15 ℃から100 ℃における6つの測定結果を幹事機関に

提出した。JCSS 制度への協力として、技術アドバイザ

ーとして固体密度に関する校正事業者の審査に対応した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 
［キーワード］密度、密度標準液、PVT 性質、屈折率、

粘度、粘度標準液、非ニュートン流体、

流体物性 

 

［テーマ題目6］力・トルク標準の研究開発・維持・供

給 

［研究代表者］大串 浩司（力トルク標準研究グループ

長） 
［研究担当者］大串 浩司、上田 和永、林 敏行、 

西野 敦洋、前島 弘、朱 俊方、 

木村 栄、柴野 容一 

（常勤職員6名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 力標準・トルク標準に関して、着実に標準供給並びに

性能維持管理を行った。力標準・力計測技術については、

音叉式力センサを参照標準とした力比較器の開発、

ASTM 規格の改定に伴う校正方法の違いの影響の検証

等の研究成果をまとめ、論文掲載・研究集会発表を行っ

た。10 N を下回る小容量力標準の開発・設計を推進し

た。老朽化した540 kN 実荷重式力標準機、20 MN 油圧

式力標準機の更新をそれぞれ進め、高精度・高安定な力

標準供給体系の維持に努めた。トルク標準・トルク計測

技術に関しては、現状0.1 N·m～20 kN·m の範囲で標準

供給を行っているトルクメータの校正範囲を下限方向に

0.01 N·m まで拡大し、校正サービスを開始した。電磁

力を利用したトルク標準研究開発を推進し、0.27 N·m

までの実現に成功した。トルクメータの校正に関して韓

国 KRISS との二国間比較結果をまとめ、また0.1 Nm

～10 Nm の小容量域における参照用トルクレンチの校

正能力の検証を行い、論文掲載に至った。 

計量法校正事業者登録制度（JCSS）に関しては、

力・トルクの各技術分科会に参画し技術基準の作成や改

定並びに技術的諸問題の解決に努めると共に、校正事業

者の登録審査や定期検査で技術アドバイザーを務めるな

ど JCSS の認定機関（NITE）に協力した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 
［キーワード］力標準、トルク標準、力計測、トルク計

測 
 

［テーマ題目7］圧力真空標準の研究開発・維持・供給 

［研究代表者］新井 健太（圧力真空標準研究グループ

長） 
［研究担当者］新井 健太、小島 桃子、吉田 肇、 

梶川 宏明、杉沼 茂実、飯泉 英昭、

武井 良憲、井出 一徳、小松 栄一 

（常勤職員7名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 既に jcss 校正、あるいは、依頼試験で供給開始済み

の気体ゲージ圧力標準、気体絶対圧力標準、気体差圧標

準、液体圧力標準、真空標準、分圧標準、リーク標準に

ついて、標準供給を円滑に行うとともに、標準の高度化

及び供給技術の効率化を進めた。依頼試験による校正に

ついて、気体圧力の上限を100 MPa へ、リークの下限

を10-10 Pa m3/s へとそれぞれ拡大した。圧力・真空・

分圧・リーク標準及び関連する計測技術の高度化のため

の研究開発を実施し、共同研究、技術コンサルティング

等、外部連携による産業界等への技術移転を進めた。国

際度量衡委員会（CIPM）質量関連量諮問委員会

（CCM）及びアジア太平洋計量計画（APMP）等の国

際計量機関の活動に参加し、圧力・真空・リーク標準の

国際比較を進め、国際計量システムの構築・発展に貢献

するために、APMP.M.P-K7.3に参加した。圧力・真

空・リークに関わる JIS、ISO、OIML など、国内外規

格の標準化活動へ積極的に参加し、計量法校正事業者登

録制度（JCSS）等、国内トレーサビリティ制度への協

力も行った。更に、圧力真空クラブの開催、論文発表等

により、圧力・真空・分圧・リーク標準及び関連する計

測技術の研究開発成果と技術情報の普及に取り組んだ。 

［領 域 名］計量標準総合センター 
［キーワード］圧力標準、真空標準、分圧標準、リーク

標準、重錘形圧力天びん、圧力計、真空

計、分圧真空計、標準コンダクタンスエ

レメント、標準リーク 
 



研 究 

(344) 

［テーマ題目8］強度振動標準の研究開発・維持・供給 

［研究代表者］服部 浩一郎（強度振動標準研究グルー

プ長） 
［研究担当者］服部 浩一郎、清野 豊、高木 智史、

野里 英明、穀山 渉、田中 幸美、 

石神 民雄、三森 弘美 

（常勤職員6名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 振動加速度および材料強度に関する各標準の円滑な供

給を行うとともに、その高度化や範囲拡大のため計測技

術の研究開発を進めた。特定標準器による校正や依頼試

験による供給を行うとともに、技術アドバイザーや技術

分科会委員として製品評価技術基盤機構が行う校正事業

者認定制度に協力することで計測標準の国内供給体制整

備を進めた。 

本年度は材料強度領域についてロックウェル硬さ B-

スケールについて供給を開始するとともに、校正事業者

の組み立てによるブリネル硬さの JCSS の開始に向け

た取り組みを行った。振動加速度領域について供給済み

の低周波数振動加速度について不確かさを低減した形で

の供給を開始するとともに、位相シフトについても供給

を開始した。国際同等性を確保するため、衝撃加速度お

よび中・高周波数振動加速度の国際基幹比較に参加した。

広帯域地震計の特性評価について大学と共同で特性評価

技術の研究開発を行った。 

［領 域 名］計量標準総合センター 
［キーワード］振動加速度、地震計、振動試験、材料強

度、硬さ、シャルピー衝撃値 
 
［テーマ題目9］液体流量標準の研究開発・維持・供給 

［研究代表者］古市 紀之（液体流量標準研究グループ

長） 
［研究担当者］古市 紀之、土井原 良次、 

Cheong KarHooi、和田 守弘、 

武田 一英、渡部 理夫、沼口 昌美、

佐々木 丈太、矢島 美代子、 

菱沼 裕子、草野 英祐 

（常勤職員4名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

 水流量については、従前と同じく0.005 m3/h～3000 

m3/h の範囲で特定標準器による校正、0.002 m3/h～

12000 m3/h の範囲で依頼試験を行った。石油流量標準

については、0.1 m3/h～300 m3/h 並びに0.022 kg/s～67 

kg/s の範囲に対して灯油及び軽油を使用した特定標準

器による校正並びに依頼試験を行い、0.1 m3/h～15 

m3/h 並びに0.022 kg/s～3.4 kg/s の範囲に対しては、ス

ピンドル油を使用した特定標準器による校正並び依頼試

験を行った。また、0.02 L/h～0.1 m3/h 並びに4.4×10-6 

kg/s～2.2×10-2 kg/s の範囲に対して灯油及び軽油を使用

した依頼試験を行った。技術アドバイザーとして製品評

価技術基盤機構が行う校正事業者の認定審査に参加した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 
［キーワード］水用流量計、石油用流量計 
 
［テーマ題目10］気体流量・気体流速標準の研究開発・

維持・供給 

［研究代表者］森岡 敏博（気体流量標準研究グループ

長） 

［研究担当者］森岡 敏博、寺尾 吉哉、石橋 雅裕、

栗原 昇、舩木 達也、岩井 彩、 

櫻井 真佐江、平山 徹 

（常勤職員6名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 気体小流量、気体中流量、微風速、気体中流速の各標

準の品質システムに関し、品質システムに従って維持、

供給を行った。気体流速の特定標準器による校正範囲を

拡大した。特定標準器による校正、依頼試験を行い、技

術アドバイザーとして製品評価技術基盤機構が行う校正

事業者の認定審査に参加した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 
［キーワード］気体流量計、風速計 
 

［テーマ題目11］特定計量器の型式承認及び基準適合性

評価 

［研究代表者］伊藤 武（型式承認技術グループ長） 

［研究担当者］伊藤 武、分領 信一、長野 智博、 

島田 正樹、松岡 聡、渡邊 宏、 

西川 賢二（常勤職員7名） 

［研 究 内 容］ 

 平成29年度の型式承認審査業務は、タクシーメータ

ー、非自動はかり、水道メーター、各種燃料油メーター、

液化石油ガスメーター、ガスメーター、積算熱量計、圧

力計、アネロイド型血圧計（電気式・機械式）、体温計

（抵抗・ガラス製）、照度計及び環境用計量器に当たる

濃度計（大気）、濃度計（pH）、振動レベル計等の特定

計量器110型式について国内法に規定する技術基準への

適合性を評価し、型式承認の審査をするとともに、承認

型式軽微変更届出296件の審査業務を実施した。これら

は 、 計 量 標 準 総 合 セ ン タ ー の 認 証 シ ス テ ム

（ISO/IEC17065）に則って、当グループが実施する特

定計量器の型式の承認に関わる認証マニュアルに従って

業務を実施しているものである。 

［領 域 名］計量標準総合センター 
［キーワード］特定計量器の基準適合性評価、OIML 

計量器証明書、医療用計量器、環境計量

器 

 

［テーマ題目12］血圧計・タクシーメーター等の型式承

認試験及び基準器検査 

［研究代表者］森中 泰章（計量器試験技術グループ長） 
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［研究担当者］森中 泰章、井上 太、堀越 努、 

高橋 豊、原田 克彦（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 当グループが担当する基準器検査（基準ガラス製温度

計、基準液柱型圧力計、基準重錘型圧力計、基準密度浮

ひょう、液化石油ガス用基準浮ひょう型密度計、基準酒

精度浮ひょう、基準比重浮ひょう、基準重ボーメ度浮ひ

ょう、基準サーボ式ピックアップ）931件及び計量器の

型式承認試験（タクシーメーター、抵抗体温計、ガラス

製体温計、アネロイド型圧力計、アネロイド型血圧計）

26件、比較検査（酒精度浮ひょう）20件、及び依頼試

験（ガラス製温度計、密度浮ひょう等）1件を品質シス

テム（技術マニュアル）の適正な運用を図りつつ実施し

た。JCSS 校正事業者登録制度による技術審査において、

技術アドバイザーとして協力した。血圧計の基準器検査

への JCSS 校正証明書の活用を促進させた。非観血式

電子血圧計 JIS T1115（2018）の改定に貢献した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 
［キーワード］法定計量、基準器検査、型式承認試験、

基準適合性試験、比較検査、標準供給、

医療用計量器、JCSS 

 

［テーマ題目13］質量計に関する法定計量業務 

［研究代表者］三倉 伸介（質量計試験技術グループ長） 

［研究担当者］三倉 伸介、池上 裕雄、薊 裕彦、 

大谷 怜志、田中 良忠、根本 晴夫 

（常勤職員5名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 質量計に関する特定計量器の型式承認試験と計量器の

基準器検査などの法定計量業務について、計量法の技術

基準に基づき実施した。非自動はかりの型式承認試験は

7件、基準はかりの基準器検査は139台、特級基準分銅

の基準器検査は1,524個をそれぞれ実施した。 

 自動捕捉式はかり、充填用自動はかり、コンベヤスケ

ールなど計量行政審議会の答申により法規制化が予定さ

れている計量器の JIS 原案作成委員会に積極的に参加

し、規格改正作業に貢献した。また、法規制化に伴う関

連事項の検討を行い経済産業省の関連する政省令改正作

業にも貢献した。 

 法定計量における国際整合化の推進に関し、国際法定

計量調査研究委員会、質量計作業委員会に委員長、委員

を派遣するなど積極的に参加・協力し、常に国際基準・

規格に対応するように技術能力の確保に努めた。特に質

量計作業委員会では、非自動はかりにおける OIML 

R76改正のキックオフであるプロジェクト・グループ会

議に1名を派遣し、改正作業草案作成への協力を行った。 

［領 域 名］計量標準総合センター 
［キーワード］法定計量、特定計量器、型式承認、 

基準器検査、非自動はかり、分銅、 
天びん、OIML、法定計量クラブ、 

NMIJ 計測クラブ 
 
［テーマ題目14］基準適合性評価 

［研究代表者］三倉 伸介（質量計試験技術グループ長） 

［研究担当者］三倉 伸介、池上 裕雄、薊 裕彦、 

大谷 怜志、田中 良忠、根本 晴夫 

（常勤職員5名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 OIML 条約に基づく国際勧告に従い、非自動はかり

及び質量計用ロードセルの性能評価試験を実施し、テス

トレポートの発行を行った。他にも、非自動はかりの性

能評価を円滑かつ効率的に行うためのモジュール試験

（非自動はかりの指示計及びロードセル）を実施した。

また、これらの試験に使用する設備の整備及び OIML

勧告に従った試験において、品質マネジメントシステム

ISO/IEC17025に基づくトレーサビリティの確保と機器

管理等を実施した。 

 経済産業省が実施する計量関連調査事業において、特

定計量器の試買品検査として非自動はかり30台の検査

を JIS B 7611-2に基づき実施した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 
［キーワード］OIML、質量計用ロードセル、質量計用

指示計、適合性評価、個別要素試験、モ

ジュール試験 

 

［テーマ題目15］特定計量器の適合性評価に関する研究

開発・試験検査 

［研究代表者］神長 亘（流量計試験技術グループ長） 
［研究担当者］神長 亘、戸田 邦彦、西川 一夫、 

藤本 安亮、岩井 彩、河田 達男、 

秋元  由貴、本多 香奈絵 

（常勤職員5名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 計量法に規定される体積・流量関係について、特定計

量器の型式承認試験（水道メーター、温水メーター、燃

料油メーター、液化石油ガスメーター、ガスメーター）

及び基準器検査（基準フラスコ、基準ビュレット、基準

ガスメーター、基準水道メーター、基準燃料油メーター、

基準タンク、基準体積管）の試験・検査を行った。また、

国際基準に基づく OIML 適合証明書（自動車等給油メ

ーター、水道メーター）のテストレポートを発行した。

その他、適合性評価基準の JIS 素案等（排水流量計、

CNG ディスペンサ）の作成を行った。また、2016年度

に作成した水素ディスペンサ JIS 原案をもとに、国際

基準として採用するため、国際会議において日本発信の

技術基準として提案をした。 

［領 域 名］計量標準総合センター 
［キーワード］特定計量器の適合性評価、OIML、JIS 
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③【物理計測標準研究部門】 
（Physical Measurement） 

（存続期間：2015.4.1～） 

 

研究部門長：中村 安宏 

副研究部門長：島田 洋蔵、石井 順太郎（兼） 

総括研究主幹：座間 達也（兼） 

首席研究員：山田 善郎、金子 晋久 

研 究 主 幹：市野 善朗 

主任研究員：岩佐 章夫 

 

所在地：つくば中央第3、第2、第1 

人 員：68名（68名） 

経 費：917,445千円（557,372千円） 

 

概 要： 

 研究ユニットのミッション： 

 電気、時間（周波数）、温度、光の4つの物理量に

関して、国の知的基盤整備計画に基づいて計量標準の

整備を行うとともに、標準の管理・供給と国際同等性

の確保、及び計量ユーザへの情報提供等による利活用

の促進を行う。また、測定方法の高精度化と基礎物理

定数の追及・探求によって、次世代計量標準の開発を

進める。さらに、これら物理量に係る高度計測技術の

開発や計測機器、分析装置、センサー等の開発を、民

間企業等と連携して行い、民間企業等との共同研究・

受託研究に結びつく、目的基礎研究、橋渡し研究に取

り組む。 

 研究開発の方針： 

 国の知的基盤整備計画（第2期計量標準整備計画）

に定められた計量標準を計画通り開発・整備するとと

もに、民間企業等への校正サービスを着実に行い、計

量標準の普及に努める。また、当部門が有する、電

気・光等に係る高度な精密計測技術と専門知見を活用

して、モノづくり産業に有用な新たな計測技術や計測

装置、センサー等の開発を行い、企業への技術の橋渡

しを目指す。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金： 

標準予算「ミリ波帯二平衡平板型共振法による誘電体評

価技術の研究」 

戦略予算「ナノ構造と単一電子制御技術を用いた極限量

子計測の実現」 

外部資金： 

総務省「次世代無線通信基地局システムへの実装を想定

したアンテナ一体型低損失伝送路の研究開発」 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（CREST）「単一光子スペクトル計測によるイメ

ージング技術開発」 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（さきがけ）「広帯域スクイーズド光源による低

侵襲深部多光子分光」 

国立研究開発法人科学技術振興機構 研究成果展開事業

（産学共創基礎基盤研究プログラム）「高速・高精度テ

ラヘルツ時間領域ポーラリメータの開発と産業応用展開」 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（ERATO）「ERATO 美濃島知的光シンセサイザ

プロジェクト」 

科研費 基盤研究（A）「全冷却方式超高安定マイクロ

波発振器の開発」 

科研費 挑戦的萌芽研究「浮遊法と放射率フリーの温度

計測法を融合した完全非接触熱物性計測法の構築」 

科研費 若手研究（A）「単一 Si ナノ粒子と極低温原子

集団の混合システム」 

科研費 若手研究（A）「国際単位系改訂に向けた電気

素量の絶対測定と高速超精密電流測定への展開」 

科研費 基盤研究（C）「合金の溶融反応に基づく高温

温度履歴モニターの開発」 

科研費 基盤研究（C）「ドレスト原子を利用したボー

ス・アインシュタイン凝縮体の相互作用制御」 

科研費 基盤研究（C）「可搬型光格子時計のための光

制御型低速原子線源の開発」 

科研費 基盤研究（C）「マイクロプロセス技術を利用

した新しい輝度均一標準光源の開発」 

科研費 基盤研究（C）「デュアルコム分光による非平

衡混合気体の温度測定技術の開発」 

科研費 基盤研究（C）「Cs 原子を用いた MHz 帯量子

磁界センサの研究開発」 

科研費 基盤研究（C）「広帯域テラヘルツパルス電力

の精密測定技術の開発」 

科研費 基盤研究（C）「新しい電力計測技術の開発」 

科研費 挑戦的萌芽研究「半導体イメージセンサの熱雑

音を用いた赤外線レーザビームプロファイラの開発」 

科研費 若手研究（B）「単一分子電気化学の創出を目

指したカーボンナノチューブ化学電極の高速電気測定」 

科研費 若手研究（B）「長距離光ファイバ伝送路安定

化による高精度キャリア分配システムの開発」 

科研費 若手研究（B）「長期連続運転可能で極めて高

い周波数安定度を有する原子泉の開発」 

科研費 若手研究（B）「量子効果に基づく世界最高水

準の高抵抗精密測定技術の開発」 

科研費 若手研究（B）「レーザー誘起格子を用いた高

温燃焼ガス温度測定法の開発」 

科研費 若手研究（B）「テラヘルツセンサの線形性自

己校正技術の開発」 

科研費 若手研究（B）「基礎物理乗数に基づく先端エ

ネルギーデバイス評価体系構築に向けた計測基準の開発」 

科研費 若手研究（B）「移動体への高効率ワイヤレス

電力伝送のための新規高周波電力計測手法の開発」 

科研費 基盤研究（A）「光周波数標準を用いた光時系
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の実現」 

科研費 基盤研究（C）「集積型量子電圧雑音源を用い

たジョンソン雑音温度計による熱力学温度の精密測定」 

科研費 若手研究（B）「次世代の時刻供給を担う高安

定光時計の開発」 

科研費 若手研究（B）「微弱光イメージングを可能に

する超伝導転移端センサ多素子読み出しの開発」 

科研費 若手研究（B）「熱放射自己干渉ホログラフィ

による三次元放射温度計測」 

科研費 若手研究（B）「誘電体導波線路一体型誘電体

アンテナの研究」 

科研費 研究活動スタート支援「表面弾性波を用いた単

一飛行電子の量子制御の実現」 

科研費 研究活動スタート支援「交流ハーマン法の高精

度化と単結晶の熱電物性精密評価への応用」 

科研費 新学術領域研究（研究領域提案型）「次世代超

大型光学赤外線望遠鏡 TMT と高分散分光器による宇宙

の加速膨張の直接検証」 

科研費 基盤研究（A）「Er ファイバーコムを用いた可

視域デュアルコム分光技術の開発」 

文部科学省 科学技術人材育成費補助金「卓越研究員事

業」 

埼玉県 埼玉県産学連携研究開発プロジェクト補助金

「未利用熱発電のための高耐久型熱電発電モジュールの

開発」 

静岡県 静岡県先端企業育成プロジェクト推進事業「光

生物学的安全性リスク評価のための実用計測技術および

評価装置の開発」 

公益財団法人さいたま市産業創造財団 平成29年度戦

略的基盤技術高度化支援事業（機関補助金）「ドライ・

ウエット複合めっきプロセスによる IoT 制御用 RFID

タグの開発」 

公益財団法人千葉県産業振興センター 平成29年度戦

略的基盤技術高度化支援事業（機関補助金）「次世代光

通信インフラのための高周波特性評価用の110 GHz 帯

高周波コネクタ測定基準器の開発」 

公益財団法人名古屋産業振興公社 平成29年度戦略的

基盤技術高度化支援事業（機関補助金）「めっきの多層

化とグラフェン複合銀めっきによる大電流電気接点用め

っきの開発」 

公益財団法人釧路根室圏産業技術振興センター 平成

29年度戦略的基盤技術高度化支援事業（機関補助金）

「マイクロ波による食品混入異物の検出装置及び異物除

去装置の研究開発」 

 

発 表：誌上発表161件、口頭発表207件、その他43件 

--------------------------------------------------------------------------- 

時間標準研究グループ 

（Time Standards Group） 

研究グループ長：安田 正美 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 時間周波数国家標準である UTC（NMIJ）の維

持・管理・供給と国際同等性の確保、および、計量ユ

ーザへの利活用の促進を行う。また、UTC（NMIJ）

を高安定化、高信頼化するとともに時間周波数比較精

度を向上させるための研究を推進する。 

 次世代の周波数標準を目指す光周波数標準について

は、10-17以下の不確かさを実現すること、および

UTC（NMIJ）の高度化に貢献する事を念頭に研究を

進めている。 

研究テーマ：テーマ題目1 

 

周波数計測研究グループ 

（Frequency Measurement Group） 

研究グループ長：稲場 肇 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 光（周波数）コムの開発、およびその応用の研究開

発を行っている。周波数標準 UTC（NMIJ）を基準

として SI メートルを実現する長さの国家標準を運用

し、国内、および国際的な計量標準に貢献している。

また、周波数計測の不確かさ要因の探索と低減、環境

モニターなどのためにガスを分光して高速高精度に温

度や種類を検知する技術、そして分光器を広帯域にわ

たって校正する技術などについての目的基礎研究を行

っている。さらに、光コムや安定化レーザーに関する

保有技術を用いた橋渡し研究に取り組んでいる。 

研究テーマ：テーマ題目2 

 

量子電気標準研究グループ 

（Quantum Electrical Standards Group） 

研究グループ長：金子 晋久 

（つくば中央第3） 

概 要： 

  量子電気標準に関わる研究開発・維持・供給を行っ

ている。量子電気標準とは、量子ホール効果やジョセ

フソン効果、単一電子素子など量子効果を利用した電

気標準である。微細加工技術による素子作製、基礎物

理実験、装置実装、各種不確かさ要因の追求と低減の

研究、従来の標準との整合性の確認、標準供給にいた

るまで、基礎研究からその産業応用にいたるまで様々

な研究を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目3 

 

応用電気標準研究グループ 

（Applied Electrical Standards Group） 

研究グループ長：島田 洋蔵（兼） 

（つくば中央第3） 

概 要： 
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 交流電圧・電流、インダクタンス、キャパシタ、変

成器などの交流電気に関連する国家標準の供給を行な

っている。次世代の交流電圧標準の開発にも取り組ん

でおり、サーマルコンバータ素子や量子現象のジョセ

フソン効果を利用した正弦波の開発を行っている。再

生エネルギーの普及に貢献する計測技術の開発にも力

をいれており、高調波電力測定技術の開発、リチウム

イオン電池や電気二重層キャパシタのインピーダンス

特性評価の研究、廃熱利用に関連した熱電材料のゼー

ベック係数の新規評価技術などの研究開発も行なって

いる。 

研究テーマ：テーマ題目4 

 

電磁気計測研究グループ 

（Electromagnetic Measurement Group） 

研究グループ長：堀部 雅弘 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 通信機器や電子機器の設計・製造および性能の保証

において、電子回路やデバイスの特性であるインピー

ダンスや電磁波の伝播特性（散乱パラメータ、S パラ

メータ）の測定は必須となっている。これら特性につ

いて、kHz から THz の領域に至る広周波数帯域にお

ける計測技術と計量標準の研究開発および標準供給を

行っている。これにより、ベクトルネットワークアナ

ライザによる高精度な測定を実現するとともに、産業

分野でニーズの高い材料の誘電率等の電磁波特性評価

技術や、電磁波吸収・遮蔽材料、平面回路、アクティ

ブデバイスなどの計測および設計の技術研究開発も行

っている。さらに、農産物や医薬品の品質評価を現場

で実現することを目的として、電磁波計測技術に基づ

く非接触・非破壊センシング技術の研究を推進してい

る。 

研究テーマ：テーマ題目5 

 

高周波標準研究グループ 

（Radio-Frequency Standards Group） 

研究グループ長：飯田 仁志 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 高周波・マイクロ波等の電磁波は、近年、産業分野

で幅広く利用されている。高周波領域の電磁波では、

分布定数的、 波動的な取り扱いが必要となるため、

低周波における電圧、電流、抵抗などに代わって、電

磁波の伝送に関わる高周波電力や高周波減衰量など

種々のパラメータ が基本的な測定量として重要にな

ってくる。高周波標準研究グループでは、計量標準の

研究開発を通してこれまでに蓄積した高度な高周波計

測技術を応用し、電波の有効利用を開拓するテラヘル

ツ帯計測技術、量子効果に基づく新しい高精度マイク

ロ波計測、セシウム蒸気セルを使った超小型原子時計

などの研究を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目6 

 

電磁界標準研究グループ 

（Electromagnetic Fields Standards Group） 

研究グループ長：黒川 悟 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 放射 EMI 計測用アンテナ、無線通信用アンテナ用

各種標準アンテナの整備、各種アンテナのアンテナ利

得校正方法やアンテナパターン測定法等のアンテナの

各種特性測定方法の研究開発を行っている（写真：ミ

リ波ホーンアンテナ校正装置）。さらに、50 Hz 以上

の低周波磁界標準の整備、20 MHz 以上の電界標準の

整備と校正方法に関する研究開発、光ファイバ無線技

術を用いた電磁界計測と国際標準化にも取り組んでい

る。 

研究テーマ：テーマ題目7 

 

温度標準研究グループ 

（Thermometry Research Group） 

研究グループ長：中野 享  

（つくば中央第3） 

概 要： 

 －200 ℃の低温から2000 ℃近くの超高温までの温

度標準の設定と、温度計校正システムの開発、および、

その標準供給を行っている。また、熱力学温度測定な

どの基礎研究を行っている。さらに、100 ℃を超え

る高温域で使用されている接触式表面温度計の評価装

置や、深海の海水温などを0.001 ℃レベルの精度で

測定するための温度計校正技術の開発など、産業や研

究の現場で必要とされている要素技術の開発にも従事

している。 

研究テーマ：テーマ題目8 

 

極限温度計測研究グループ 

（Frontier Thermometry Research Group） 

研究グループ長：浦野 千春 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 極低温の0.9 mK から、室温付近までの温度標準を

実現するための技術開発を行うとともに、独自に開発

した3He 循環式無冷媒冷凍機による低温実現技術や

0.1 mK を下回る安定度での温度制御技術等を用いて、

極低温から室温付近までの標準供給を行っている。 

高周波雑音標準についても維持・管理・供給を行って

いる。また、これまでに開発した技術を活用し、研究

や産業の現場で必要とされている温度計測のための要

素技術の開発に着手している。また、他研究グループ
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と共同で、単一光子計測や絶対熱電能計測のための低

温度精密温度制御技術の開発などを行うとともに、ト

ポロジカル絶縁体を用いた量子ホール効果の精密測定

を行っている。熱力学温度測定に向けてジョンソン雑

音温度計、気体音響温度計の開発、回転状態分布温度

計の高度化にも取り組んでいる。 

研究テーマ：テーマ題目9 

 

応用放射計測研究グループ 

（Applied Radiometry Research Group） 

研究グループ長：蔀 洋司（兼） 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 熱放射、レーザ、LED 等に代表される様々な放射

に対する計測技術の開発およびその応用に関する研究

を行っている。具体的には、黒体輻射を利用した常温

付近から超高温域の非接触温度計測、黒体に近い性質

を持つ光吸収体・光放射体の開発および光熱変換技術、

サーモグラフィーやハイパースペクトルセンサ等のイ

メージング測定、次世代発光デバイスの高精度分光計

測および放射計測への応用、高強度レーザのための放

射計測などを対象に、計測法の開発や高度化に関する

研究を推進すると共に、これらに関係する標準の開

発・維持・供給を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目10 

 

光放射標準研究グループ 

（Photometry and Radiometry Research Group） 

研究グループ長：蔀 洋司 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 国際単位系（SI）の基本単位の一つである光度単

位（カンデラ：cd）を筆頭に、測光標準および紫

外・可視・近赤外域における放射標準の開発・維持・

供給、ならびに関連する精密計測技術の開発と応用に

関する研究を行っている。主な計測の対象は、放射源

の強度・分光特性、光放射検出器の応答特性、材料の

基本光学特性に大別することができ、分光全放射束標

準および仲介標準器の開発、紫外発光ダイオードの精

密評価技術、分光配光測定技術、広いダイナミックレ

ンジを持った応答非直線性評価技術、色・見え方の定

量評価を目指した三次元分光反射・透過計測技術など、

国家標準の高精度化や拡張に向けた研究に加え、産業

利用につながる橋渡し研究にも積極的に取り組んでい

る。 

研究テーマ：テーマ題目11 

 

量子光計測研究グループ 

（Quantum Optical Measurement Group） 

研究グループ長：福田 大治 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 光が持つ量子的な性質を最大限引き出し制御するた

めの基礎研究及びその産業応用に関する研究開発を行

っている。パラメトリック下方変換を用いたスクイー

ズド光発生による量子光生成技術や、超伝導転移端セ

ンサを用いた単一光子分光計測技術等を研究開発し、

情報通信、医療、精密計測など、様々な産業分野での

応 用 を 目 指 し て い る 。 ま た 、 Single Photon 

Radiometry に向けた標準開発にも取り組んでいる。 

研究テーマ：テーマ題目12 

--------------------------------------------------------------------------- 

［テーマ題目1］時系（UTC-NMIJ）の維持と周波数標

準の維持・供給と高度化 

［研究代表者］安田 正美（時間標準研究グループ 研

究グループ長） 

［研究担当者］萩本 憲、鈴山 智也、赤松 大輔、 

田邊 健彦、小林 拓実、 

保坂 一元（兼）、久井 裕介 

（常勤職員7名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 時間周波数国家標準である UTC（NMIJ）を高安定

化・高信頼化するとともに、比較精度を向上させ標準供

給を実施する。平成29年度も連続して UTC（NMIJ）

を発生させ、協定世界時 UTC に対して－20 ns ～ ＋

20 ns、周波数偏差は±1E-14台で運用することが出来

た。この UTC（NMIJ）を用いた高精度な校正サービ

スを周波数標準器に対して提供した。特に GPS 衛星を

仲介とした遠隔校正サービスは、年々件数が増加し普及

が進んでおり、現在21ユーザに対して利便性の高い標

準供給を、年間を通して円滑に実施している。時間周波

数に関する技術コンサルティングも開始した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］協定世界時（UTC）、周波数標準器、 

GPS、遠隔校正 

 

［テーマ題目2］光周波数（波長）標準の維持・供給と

高度化 

［研究代表者］稲場 肇（周波数計測研究グループ 研

究グループ長） 

［研究担当者］清水 祐公子、柏木 謙、大久保 章、

和田 雅人、中村 圭佑 

（常勤職員5名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

SI メートルを実現して国家標準を維持供給するため、

また、国際的な計量標準に貢献するため、「光周波数コ

ム」を用いたレーザー周波数の校正サービス（jcss3件、

依頼試験1件）などを行った。 

また、周波数計測の不確かさ要因の探索と低減、環境

モニターなどのためにガスを分光して高速高精度に温度
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や種類を検知する技術、そして分光器を広帯域にわたっ

て校正する技術などについての目的基礎研究を行い、論

文10報（内筆頭7報）、口頭発表24件（内登壇16件）、プ

レス発表2件などといった成果を挙げた。 

さらに、光コムおよび安定化レーザーに関する保有技

術を用いた橋渡し研究に取り組み、4件の技術コンサル

ティングなどを行った。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］光周波数コム、光コム、デュアルコム分

光、周波数計測、メートル、長さの国家

標準、ヨウ素安定化ヘリウムネオンレー

ザー 

 

［テーマ題目3］直流電圧標準、直流抵抗標準の維持・

供給と高度化 

［研究代表者］金子 晋久(兼)（量子電気標準研究グル

ープ 研究グループ長） 

［研究担当者］福山 康弘、丸山 道隆、大江 武彦、

中村 秀司、岡崎 雄馬、高田 真太郎、

小野木 有佳、Gorwadkar Sucheta、

皆広 潔美（常勤職員6名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 直流抵抗標準16件、直流電圧標準5件の特定二次標準

器などの校正を行った。直流電圧に関しては、プログラ

マブルジョセフソン電圧標準（PJVS）による校正シス

テムを整備しそれに基づく標準供給を開始している。昨

年に引き続き高安定小型標準抵抗器、高安定ツェナー標

準電圧発生器の開発を実施した。次世代交流プログラマ

ブルジョセフソン電圧標準について、主に低周波領域の

交流電圧標準として応用電気標準研究グループと共同研

究を行っている。接触抵抗の基礎・応用研究を企業と実

施している。これに関し、接触構造の微細加工物理モデ

ルと測定値の比較検証・実サンプルの精密測定実験など

を実施した。単一電子ポンプ素子、量子ホールアレー素

子、PJVS を用いた量子電気トライアングルの実験につ

いて素子の基本特製の検討を行いシステムの実装中であ

る。同時に微小電流計測、量子電流標準の実現に向けた

研究、単一電子操作に関わる基礎研究に取り組んだ。  

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］ジョセフソン効果、量子ホール効果、 

単一電子トンネリング効果、標準電圧発

生器、標準抵抗器 

 

［テーマ題目4］インピーダンス標準、交流電圧・電流

標準の維持・供給と高度化 

［研究代表者］島田 洋蔵（兼）（応用電気標準研究グ

ループ 研究グループ長） 

［研究担当者］山田 達司、坂本 憲彦、堂前 篤志、

天谷 康孝、西本 幸夫 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 誘導分圧器標準、AC/DC 標準、交流電圧標準、キャ

パシタンス標準、インダクタンス標準、交流抵抗標準に

ついて、特定二次標準器、特定副標準器、依頼試験、所

内校正を行った。電気標準の研究開発においては、プロ

グラマブル型ジョセフソン電圧標準を用い、交直変換素

子の10 Hz 以下の精密評価を行った。また、100 mV 以

下の低電圧交直変換標準の高精度化を行った。再生可能

エネルギーの普及で必要な計測技術の開発のため、高調

波標準では、1 MHz までの広帯域分圧器の開発中であ

る。交直差測定技術を応用したゼーベック係数の評価手

法の開発を進めている。 

 物理標準整備計画に基づき、交流電流比標準の校正範

囲を最大100 A まで範囲拡張した。蓄電池の内部インピ

ーダンス測定器のための標準を、1 Ω～100 Ω/ 1 kHz

において開発し、供給を開始した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］キャパシタンス、交流抵抗、インダクタ

ンス、誘導分圧器、サーマルコンバータ、

交直変換器、変流器、高調波 

 

［テーマ題目5］高周波インピーダンス標準の維持・供

給と高度化 

［研究代表者］堀部 雅弘（電磁気計測研究グループ 

研究グループ長） 

［研究担当者］平野 育、渡部 謙一、昆 盛太郎、 

岸川 諒子、坂巻 亮、加藤 悠人、 

塙 晴美、小林 恵、三好 洋一 

（常勤職員7名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 高周波インピーダンス標準について、jcss 登録事業者

に対して校正を実施した。また、計量標準の利用促進も

目的として、シャント抵抗標準の拡張技術および1 GHz

以下における低周波領域の高周波インピーダンス標準の

拡張技術を校正事業者と実施した。さらに、高周波イン

ピーダンス評価技術を活用して、同軸コネクタの評価方

法および4K/8K 放送向けのコネクタに関する国際標準

化を経済産業省事業として推進した。国際比較について、

3.5 mm 同軸 S パラメータに関する CCEM 国際比較、

高周波同軸エアラインのインピーダンスに関する

APMP 国際比較をパイロットラボとして推進するとと

もに、高周波誘電率に関するパイロットスタディをパイ

ロットラボとして開始した。計測技術開発においては、

高周波誘電率に関し低損失材料の不確かさ解析手法など

の基礎技術技を、オンウェハデバイス計測については、

高精度な計測を実現する計測アルゴリズムの開発をおこ

なった。さらに、電磁波を用いた農産物・食品などの品

質を評価する電磁波センシング技術についても研究を進

めた。開発した誘電率測定技術、オンウェハ計測技術お

よび電磁波センシング技術などを活用した共同研究や技
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術コンサルティング、公的資金プロジェクトや内部連携

プロジェクト等を35件実施し、特許やプログラムのラ

イセンシングも行った。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］マイクロ波、ミリ波、インピーダンス、

誘電率、オンウェハ、電磁波センシング、

標準化 

 

［テーマ題目6］高周波電圧・電力標準、減衰量標準の 

維持・供給と高度化 

［研究代表者］飯田 仁志（高周波標準研究グループ 

研究グループ長） 

［研究担当者］池上 健、柳町 真也、高見澤 昭文、

木下 基、東島 侑矢、 

島岡 一博（兼）、 

Widarta P Anton（兼）、吉本 礼子 

（常勤職員8名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 高周波電圧・電力標準及び高周波減衰量標準に関する

jcss 校正を実施した。これらの精密計測技術を活用した

技術コンサルティングを実施した。高周波電力標準の開

発では、140 GHz から220 GHz の帯域を持つ導波管カ

ロリーメータの試作・評価を進めた。さらに、セシウム

原子を利用した次世代高周波電力測定技術の研究を実施

した。高周波減衰量標準に関し、ネットワークアナライ

ザを利用した110 GHz～170 GHz 帯の減衰量標準の実

現へ向けた不整合不確かさ低減法の研究や自己校正型減

衰量標準に関する研究を実施した。国際比較について、

高周波減衰量に関する CCEM 国際比較をパイロットラ

ボとして推進した。巡回測定を完了し、ドラフト A 報

告書作成に着手した。JCSS 制度の支援に関し、高周波

減衰量技能試験の技術支援を行った。さらに、電気（高

周波）分野の JCSS 各種委員会や国計連分科会の運営

支援を行った。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］マイクロ波、ミリ波、テラヘルツ、高周

波電圧、高周波電力、高周波減衰量 

 

［テーマ題目7］電磁界標準の維持・供給と高度化 

［研究代表者］黒川 悟（電磁界標準研究グループ 研

究グループ長） 

［研究担当者］森岡 健浩、石居 正典、飴谷 充隆、 

She Yuanfeng、松川 沙弥果、 

廣瀬 雅信、豊野 由美、奥田 敦子 

（常勤職員6名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 国際的な不要電磁波放射規制測定用の30 MHz～1 

GHz で用いられる各種アンテナ、ループアンテナ9 

kHz～30 MHz 等の jcss 校正を実施した。電磁波耐性試

験に用いられる電界センサの特性測定を技術コンサルテ

ィングで実施した。新たに、100 kHz までの磁界強度、

電界センサ3.6～6 GHz、金属円柱の散乱断面積標準70

～110 GHz について、依頼試験による校正サービスを

開始した。携帯電話用各種基地局アンテナ（第3世代～

第5世代携帯電話用）のアンテナ特性評価を技術コンサ

ルティングにより実施した。ミリ波帯のアンテナ利得評

価を技術コンサルティングにより実施した。新しい電界

測定技術として光電界センサを用いた測定システムの研

究開発、光デバイスを用いたベクトルネットワークアナ

ライザの研究開発、各種レーダー用アンテナの開発と評

価技術の研究開発等を企業との資金提供共同研究により

実施した。産業技術連携推進会議知的基盤部会電磁環境

分科会活動として、不要電磁波放射規制に関する地方公

設研との比較測定を実施した。比較測定は、電磁界標準

研究グループにて開発した新しいアンテナ自己校正法等

について実施した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］マイクロ波、ミリ波、アンテナ、アンテ

ナ係数、アンテナ利得、電界、磁界 

 

［テーマ題目8］温度標準の維持・供給と高度化 

［研究代表者］中野 享（温度標準研究グループ 研究

グループ長） 

［研究担当者］Widiatmo V Januarius、 

小倉 秀樹、河村 泰樹、斉藤 郁彦、

笹嶋 尚彦（兼）、黄 毅、金子 由香 

（常勤職員5名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 温度範囲－189 ℃～1554 ℃の特定標準器である温度

定点群の維持・管理を行った。そして、温度範囲－

40 ℃～420 ℃については特定副標準器の校正を行った。

－189 ℃のアルゴン点、660 ℃のアルミニウム点では、

特定二次標準器（標準用白金抵抗温度計）の校正を行っ

た。APMP 国際比較（APMP.T-K9）について－189 ℃

～420 ℃までの測定を行い、その結果をパイロットで

ある中国 NIM に送付した。また、－196 ℃〜－100 ℃

の任意温度において、標準用白金抵抗温度計を高精度に

評価するシステムを構築した。 

 また、熱電対では、銀点（962 ℃）、銅点（1085 ℃）、

パラジウム点（1554 ℃）において特定二次標準器の校

正を行った。新規に開発した、ロジウム－炭素共晶点

（1657 ℃）では、より高精度に測定が可能になるよう

に装置の改良を行うとともに、高温用熱電対の標準整備

を2000 ℃近傍まで拡張するための準備も進めた。 

 熱力学温度に関しては、音響気体温度計（Acoustic 

Gas Thermometer）の測定を継続して行なった。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］熱電対、白金抵抗温度計、温度定点、熱

力学温度測定 
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［テーマ題目9］低温計測とボルツマン定数に関する研

究 

［研究代表者］浦野 千春（極限温度計測研究グループ 

研究グループ長） 

［研究担当者］島崎 毅、中川 久司、三澤 哲郎、 

飯田 保（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 室温以下の校正システムの維持管理を行い、4 K～25 

K の温度範囲にて低温抵抗温度計の評価を行った。

CCT-K1.1（0.65 K～25 K）の国際基幹比較のデータの

解析をパイロットである米国 NIST で継続している。

25 K 以下の温度範囲に関して、半導体系抵抗温度計を

校正対象（依頼試験特殊）に追加した。トポロジカル絶

縁体の輸送特性を評価した。集積型量子電圧雑音源を用

いたジョンソン雑音温度計および気体音響温度計を用い

てボルツマン定数の測定に取り組んだ。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］ロジウム鉄抵抗温度計、白金コバルト温

度計、低温生成技術、トポロジカル絶縁

体、熱力学温度測定 

 

［テーマ題目10］放射温度標準、レーザ放射標準の維

持・供給と高度化 

［研究代表者］蔀 洋司（兼）（応用放射計測研究グル

ープ 研究グループ長） 

［研究担当者］笹嶋 尚彦、沼田 孝之、山口 祐、 

井邊 真俊、神門 賢二（兼）、 

雨宮 邦招（兼）（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

 下記に代表される、熱放射、レーザ、LED 等に対す

る様々な精密放射計測技術の開発およびその応用に向け

た橋渡し研究を展開した。 

 耐久性に優れ、広い波長範囲で従来にない低い反射率

を有した光吸収体を作製した。二波長反射測定法に基づ

く放射率測定の温度範囲拡張および高速化のための開発

を行った。測定距離に依存せず同じ大きさの再生像が取

得可能な自己干渉ホログラフィの計測系を構築し、三次

元放射温度分布計測への適用を進めた。エバネッセント

光を利用したパワー調整素子に基づく、加工用高出力レ

ーザのパワー制御技術を開発した。LED に基づく輝度

均一光源およびスペクトル可変光源の開発・評価を行っ

た。放射温度計による衛生用スペクトルセンサの打上前

校正の不確かさ評価を行った。カーボンナノチューブを

用いた黒体炉の製品化に向けた共同開発を行った。 

 さらに、光減衰量および赤外放射温度計の jcss 校正

を実施したほか、ビームプロファイラ用 CCD センサの

感度均一性評価技術および ISO 規格に準じたビームサ

イズ計測システムの開発を行い、校正システムを整備し

た。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］黒体炉、放射温度計、放射率、光吸収体、

光ファイバパワー、レーザパワー制御、

標準光源、熱画像計測 

 

［テーマ題目11］光放射標準の維持・供給と高度化 

［研究代表者］蔀 洋司（光放射標準研究グループ 研

究グループ長） 

［研究担当者］木下 健一、田辺 稔、中澤 由莉、 

功刀 芳美（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

光度・照度、全光束、分布温度、分光放射照度の特定

副標準器校正、分光応答度やレーザパワーの特定二次標

準器校正など、測光・放射標準の維持・供給に関する業

務を実施した。標準開発に関する研究では、標準 LED

を仲介器として用いた分光全放射束（2幾何条件）標

準を立ち上げたほか、応答非直線性校正の波長範囲拡張

およびアレイ型分光放射計に対する校正技術の開発を行

った。また、分光全放射束（4幾何条件）の jcss 化の

申請を行った。国際比較に関しては、全光束（CCPR-

K4）および光度（APMP.PR-K3.a）で中央局として活

動中であるほか、計5件の国際比較に対応した。光放射

計測技術の開発および橋渡しに向けた研究としては、光

生物学的安全性評価のための実用評価装置のプロトタイ

プ開発および妥当性検証、近距離・高強度場での紫外発

光ダイオードの精密放射測定、紫外放射照度計の応答特

性改善に向けた試作・評価、シリコンフォトダイオード

の応答非直線性に関する実験的・理論的検証、三次元画

像計測に基づく配光測定の高度化、三次元分光反射・透

過計測システムに基づく色・見え方の定量化技術などに

関する研究開発を推進した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］測光・放射測定、分光全放射束、紫外放

射照度、応答非直線性、配光測定、三次

元分光反射・透過計測 

 

［テーマ題目12］単一光子分光計測および量子光源に関

する研究 

［研究代表者］福田 大治（量子光計測研究グループ 

研究グループ長） 

［研究担当者］丹羽 一樹、衞藤 雄二郎、服部 香里、

鷹巣 幸子、池田 裕真、小林 稜、 

中田 直樹（常勤職員4名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 量子光生成技術では、光導波路デバイスを用いたスク

イーズド光発生装置の研究開発を立ち上げ、高強度2次

高調波発生とパラメトリック増幅のパルス波形成形に取

り組んだ。単一光子分光計測技術では、昨年より開発を

行っている超伝導転移端センサ（TES）の複素インピ

ーダンス測定による性能パラメータの高精度導出に取り

組んだ。また、広帯域レーザ光源を用いた検出効率の波
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長依存性評価技術の研究を進めた。超伝導体と光ファイ

バーの高効率光結合の研究でも、昨年度に引き続き光損

失精密測定と損失低減に向けた研究を実施した。また

TES を共焦点顕微鏡に実装した単一光子分光イメージ

ング装置を開発し、実細胞からの蛍光イメージング像撮

影を通して技術の実証研究に取り組んだ。日本大学と共

同でプラズモン導波路の二光子干渉についての応用研究

を実施した。Single Photon Radiometry については、

Si-APD 単一光子検出器に関する検出効率標準を開発し、

標準供給を開始した。また、近赤外域波長帯における検

出効率の国際比較参加に向けた研究開発を実施した。パ

ルスレーザに対する測定器の応答度測定に関する技術コ

ンサルティングを実施した。バイオ分野における微弱光

応用の標準化に向け、光計測的見地から ISO 原案作成

を主導した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］極微弱光、検出効率、超伝導光検出器、

単一光子、バイオイメージング、量子情

報通信 

 

④【物質計測標準研究部門】 

（Research Institute for Material and Chemical 

Measurement）        （存続期間：2015.4.1～） 

 

研究部門長：高津 章子 

副研究部門長：竹歳 尚之 

総括研究主幹：井原 俊英、齋藤 剛 

 

所在地：つくば中央第3、つくば中央第5 

人 員：76名（76名） 

経 費：707,992千円（427,984千円） 

 

概 要： 

 本研究部門では、化学分析の基礎を支える pH 標準

液や元素標準液、生活・食品の安全性確保に不可欠な

生体関連標準物質や組成系標準物質、高品質な工業製

品の開発・生産で利用される先端材料系標準物質など、

材料・化学産業などへ資する国家計量標準の設定と標

準物質の整備・普及、関係する計測・評価技術の開発

を実施している。また、材料、計量、評価技術等に係

る信頼性が明示されたデータベースの維持・高度化を

行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金： 

標準基盤研究 「流動場分離法を用いたナノ材料分級法

に係る国際規格の提案」 

 

外部資金： 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 「新型加熱

機構の設計・製作、装置基礎特性確認試験及び高融点酸

化物加熱試験」 

 

内閣府食品安全委員会 「無機ヒ素曝露評価およびその

手法に関する研究」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「超先端材料超高速開発基盤技術プロジェクト／先端ナ

ノ計測評価技術開発／ナノ物質計測技術開発・ナノ欠陥

検査用計測標準開発」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

「エネルギー・環境新技術先導プログラム／ビッグデー

タ適応型の革新的検査評価技術の研究開発」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 「界面熱抵抗計測

技術の開発と固液界面における熱的接合の解明」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 「相界面の動的構

造観察のための波長分散型表面 X 線回折計の開発と応

用」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（A）「極限環境の熱伝導率計測技術による地球コ

ア内部の熱移動の解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（B）「ポジトロニウム消滅による機能性薄膜のサ

ブナノ空隙化学解析法の開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）「陽電子寿命測定による高分子材料の変形・

ひずみのオペランド分析」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）「ナノ超流動ヘリウム3の創成と新奇準粒子状

態の局所検出」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）「廃 Cs 吸着材中 Cs－135のレーザーアブレ

ーション ICP－MS による迅速定量法」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）「強太陽光環境下での塩素化ナフタレンの光

分解挙動の実態把握」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）「食品試料中の210Pb/210Po 高精度分析法の

開発と標準化」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤
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研究（C）「固体 NMR によるプロトン伝導性無機固体

酸塩における相転移のメカニズム」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）「デュアルキャビティリングダウン分光法を

用いたガス中微量水分計測法の開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）「顕微分光法による元素状炭素の特性評価と

風化メカニズムの解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）「MEMS 式熱量計によるナノ粒子表面比熱の

検証と比熱法則拡張への挑戦」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 挑戦

的萌芽研究 「ナノ材料の4次元構造解析を目指した高

速 X 線逆空間マッピング法の開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手

研究（B）「C 末端標識によるタンパクの高感度かつ高

精度 LC-MS 法と脱アミド化評価法の開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（B）「高感度顕微分析を実現する高速クラスター2

次イオン質量分析における照射技術の高度化」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）「流動場分離法に立脚したナノセルロースの

長さ・形状評価手法の確立」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）「クラスレート水和物の構造相転移を誘発す

るゲスト分子の挙動の解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）「有効磁気モーメント法と定量磁気共鳴法の

組み合わせによるフリーラジカル数分析」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手

研究（B）「波長計制御型 CRDS 微量水分計を用いた高

感度・高分解能スペクトル測定技術の開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手

研究（B）「高速濃度変更可能な小型ガス中微量水分発

生装置の開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手

研究（B）「測定値間の相関に着目した効率的な試験所

間比較の設計」 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 新学

術領域研究（研究領域提案型） 「CTR 散乱による表

面・界面3D 原子イメージング」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（A）「シリカ膜のナノチューニングと超薄膜製膜

プロセッシングの確立」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（B）「表面 X 線回折直接法を用いた精密構造解析

による超薄膜化に伴う新規物性発現の解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（B）「先端エネルギーと医療応用のための多機能

性ナノポーラス材料の理論設計と実験的創製」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）「高温高湿度の高度利用のための湿度測定法

と精度評価技術に関する研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）「遮熱コーティングの界面熱抵抗評価方法の

開発」 

 

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構 生

物系特定産業技術研究支援センター「先端技術を活用し

た世界最高水準の下痢性貝毒監視体制の確立」 

 

一般社団法人研究産業・産業技術振興協会 平成29年

度戦略的基盤技術高度化支援事業（機関補助金） 「サ

イレントチェンジ対策／スクリーニング分析用質量分析

装置・技術の開発研究」 

 

国立大学法人東京学芸大学 「放射線計測に関するカリ

キュラムの開発」 

 

一般財団法人日本規格協会 「TMB／REMCO 対応」 

 

公益財団法人名古屋産業科学研究所 平成29年度戦略

的基盤技術高度化支援事業（機関補助金） 「機械保全

に資する潤滑油オンサイト監視装置の開発」 

 

公立大学法人首都大学東京 「高感度分析技術に基づく

空港周辺における超微小粒子状物質の動態解明」 

 

株式会社テクノエーピー 平成29年度茨城県次世代技

術実用化産学連携事業 「陽電子寿命ヒストグラム解析

プログラムの最適化及び陽電子消滅パラメータの高信頼

性計測と低速陽電子ビームによる実証試験」 
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発 表：誌上発表121件、口頭発表266件、その他99件 

--------------------------------------------------------------------------- 

無機標準研究グループ 

（Inorganic Standards Group） 

研究グループ長：三浦 勉 

（つくば中央第3） 

概 要： 

当研究グループでは、日本国における pH 標準液、

電気伝導率標準液および元素標準液の一次標準液、お

よび高純度無機標準物質や元素分析用の材料系標準物

質などについて、国内ニーズに応じた開発・維持・供

給を行っている。これらの標準を開発するために、一

次 標 準 測 定 法 お よ び そ れ に な り 得 る 測 定 法 

（Harned セル法、電量分析法、滴定法、重量法、同

位体希釈質量分析法、中性子放射化分析法など）を精

確な値付けのために適切に実行するとともに、それら

測定法の高度化およびそれらを用いた応用研究を行っ

ている。 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目2 

 

環境標準研究グループ 

（Environmental Standards Group） 

研究グループ長：稲垣 和三 

（つくば中央第3） 

概 要： 

快適な環境や食の安全・安心を担保する上で、検査

等における分析の信頼性確保は必要不可欠である。当

研究グループでは、環境・食品分析分野における信頼

性確保に資する研究活動として、無機計測技術の開

発・高度化を推進するとともに、それを基盤とした組

成標準物質の開発・供給及び分析実務者の技能向上支

援を推進している。 

研究テーマ：テーマ題目3 

 

ガス・湿度標準研究グループ 

（Gas and Humidity Standards Group） 

研究グループ長：下坂 琢哉 

（つくば中央第3） 

概 要： 

当研究グループは、国際単位系に計量トレーサブル

な各種標準ガスの開発と供給、ppb レベルの微量水分

から露点95 ℃の高湿度までの湿度標準の開発と供給

を行っている。これら標準のために、高精度な質量測

定に基づく標準ガス調製法やキャビティリングダウン

分光法（CRDS）による高感度分光法の研究を行って

いる。また、昨今話題となっている温室効果ガスやそ

れに関連する標準ガスの開発を、国内観測機関と協力

して行っている。 

研究テーマ：テーマ題目4 

 

有機組成標準研究グループ 

（Organic Analytical Standards Group） 

研究グループ長：羽成 修康 

（つくば中央第3） 

概 要： 

農産物、工業製品の品質管理や環境へのリスク評価

を適切に行うためには、標準物質の使用や技能試験へ

の参加による分析精度の管理を欠かすことはできない。

当研究グループでは、農薬、PCB、多環芳香族炭化

水素（PAH）、ふっ素系界面活性剤（PFAS）や水分

などについて精確な分析法を開発するとともに、食品、 

工業材料、環境試料や標準液などに信頼性の高い特性

値を付与した認証標準物質の供給、残留農薬分析につ

いての技能試験の主催などを行っている。またラマン

装置の標準化を図るため、VAMAS 等での活動を進め

ている。 

研究テーマ：テーマ題目5 

 

有機基準物質研究グループ 

（Organic Primary Standards Group） 

研究グループ長：沼田 雅彦 

（つくば中央第3） 

概 要： 

  食品や環境中の有害成分などの分析に用いられてい

る計測機器の多くは、物質量の物差しである標準物質

による目盛付け（校正）を必要とする。当研究グルー

プでは、計測機器の校正に用いられる有機標準物質に

純度あるいは濃度を精確に付与するために、国際単位

系にトレーサブルな評価技術（凝固点降下法、定量

NMR 法、滴定法など）を適用するとともに、簡便に

物質量の絶対値が得られる NMR と混合物の分離分析

に適したクロマトグラフィーの利点を組み合わせた定

量 NMR／クロマトグラフィーなど、新規技術の研究

開発を行っている。研究成果は認証標準物質や校正サ

ービスという形で供給している。また、信頼できる標

準物質をより迅速かつ低コストに供給できる効率的な

開発・供給システムの確立を目指している。 

研究テーマ：テーマ題目6 

 

バイオメディカル標準研究グループ 

（Bio-medical Standards Group） 

研究グループ長： 加藤 愛 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 健康状態の把握や食品分析、医薬品の品質管理など

のために行われる生体物質の測定は、私たちの健康で

快適な生活の土台となる。当研究グループでは、ステ

ロイドホルモンやアミノ酸などの低分子化合物からタ

ンパク質や核酸などの生体高分子に至るまでのさまざ

まな生体物質を対象に、濃度を正しく決定できる分析
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法の開発に取り組み、標準物質開発・供給、国際比較

への参加等の国際整合化活動を行うことで、バイオ分

析や医療計測の信頼性確保に貢献することを目指して

いる。 

研究テーマ：テーマ題目7 

 

表面・ナノ分析研究グループ 

（Surface and Nano Analysis Research Group） 

研究グループ長：黒河 明 

（つくば中央第5） 

概 要： 

当研究グループでは、電子・エックス線・イオンの

マイクロビームを用いた表面化学分析法と、ナノ構造

を有する材料の分析・解析手法の研究開発を行ってい

る。また分析法の精度を向上させるための標準物質の

開発を行い、鉄鋼材料の組成標準物質やナノスケール

の薄膜標準物質を供給している。薄膜の層構造の校正

は迅速な標準供給を行うため依頼試験に対応している。

表面化学分析技術の高度化と技術普及化を図るため、

ISO 等での国際標準化活動への貢献や、CCQM での

国際比較への参加を実施している。 

研究テーマ：テーマ題目8 

 

ナノ構造化材料評価研究グループ 

（Nanostructured Materials Characterization 

Research Group） 

研究グループ長：伊藤 賢志 

（つくば中央第5） 

概 要： 

  当研究グループでは、半導体デバイス、反射防止膜、

分子選択センサー、イオン分離膜といったナノオーダ

ーの分子構造や極微量成分の制御が重要となる革新的

機能性材料の研究開発、および、製造時の品質管理に

必要な薄膜、表面組成、空孔などに関係する計量標準

の確立、および、ニーズに即した実用標準の開発を推

進している。これまでに、半導体組成分析用認証標準

物質や超微細空孔測定用認証標準物質を開発し、現在、

供給しているとともに、関連分析技術（質量分析法、

吸着偏光解析法、走査型トンネル顕微鏡、X 線回折法

等）の研究開発を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目9 

 

粒子計測研究グループ 

（Particle Measurement Research Group） 

研究グループ長：桜井 博 

（つくば中央第3、5） 

概 要： 

 当研究グループでは、粒子・粉体・高分子計測に関

わる研究を行っている。粒子、粉体、高分子材料は、

先端材料開発、医療、日常汎用品などで利用されてお

り、また、PM2.5などとして測定されるように、環境

中に存在する粒子もある。粒子サイズなどの特性の精

確な計測を実現するため、ナノ領域を含む粒子・粉

体・高分子標準を供給している。さらに、特性値を高

精度に計測する技術の開発、新しい標準物質や校正技

術の開発、ISO 等での国際標準化活動を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目10 

 

熱物性標準研究グループ 

（Thermophysical Property Standards Group） 

研究グループ長：山田 修史 

（つくば中央第3） 

概 要： 

省エネルギーや低炭素化社会実現のための断熱・蓄

熱などによる高効率なエネルギーの利活用技術の開発

や電子機器・精密機器における発熱とそれに起因する

諸問題の解決など、熱に関連した様々な問題の解決が

社会的な重要課題となっている。当研究グループでは

これらの課題解決に不可欠な様々な先端機能材料の熱

物性量および熱関連量に関する高精度・高機能な計測

技術の開発、熱物性計測により得られるデータの信頼

性を確保するための SI トレーサブルな熱物性標準の

開発と供給およびデータベース構築による熱物性情報

の提供を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目11 

 

計量標準基盤研究グループ 

（Metrological Information Research Group） 

研究グループ長：齋藤 剛 

（つくば中央第5） 

概 要： 

  当研究グループは、RoHS 指令等に対応した添加剤

分析で計量トレーサビリティを確立するための標準物

質の供給、プラスチック添加剤の分析法の開発や

ISO/IEC 規格の活動などを行う高分子分析に関わる

研究、「有機化合物のスペクトルデータベース

（SDBS）」の運営、新規スペクトルの追加・更新作

業、ウェブでのスペクトルデータの無料公開を行うス

ペクトルデータベースの活動、計測・計量に関係する

ソフトウェアおよびデータの適合性評価技術の研究開

発を行うソフトウェア認証に関する研究及び、不確か

さの普及・啓発活動を含む測定の不確かさ評価、試験

所間比較における同等性評価を中心とした統計的手法

の開発・応用を行う応用統計の研究を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目12、テーマ題目13、テーマ題

目14、テーマ題目15 

 

精密結晶構造解析グループ 

（Accurate Crystal Structure Analysis Research 

Group） 
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研究グループ長：後藤 義人 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 イノベーション創出に向けた先端材料の研究開発で

は、原子・分子～ナノレベルの効果に起因する物性を

巧みに応用し、制御することが機能の高度化にとって

益々重要になっており、原子レベルの精密な構造解析

や物性発現機構の解明に必要不可欠な基盤技術である

X 線結晶構造解析、固体 NMR 等について精密な計測

解析評価手法を開発して、高い信頼性を得るための材

料評価基盤技術の確立を目指している。具体的には、

環境・省エネルギー分野において重要な次世代高機能

材料の開発に必要な固体の原子構造、分子配向、化学

結合状態、電荷・イオン・分子種の移動現象等に関す

る情報の解明を目的とした研究をおこなっている。と

りわけ、軽元素含有材料の結晶構造あるいは組成・状

態変化の解明のため、X 線回折測定データから解析さ

れる構造情報を基に、計算化学あるいは統計的モデリ

ングの方法との融合による精密かつ定量的な結晶構造

推定技術の高度化を進めている。 

研究テーマ：テーマ題目16 

--------------------------------------------------------------------------- 

［テーマ題目1］無機標準物質に関する研究 

［研究代表者］三浦 勉（無機標準研究グループ） 

［研究担当者］三浦 勉、野々瀬 菜穂子、 

大畑 昌輝、鈴木 俊宏、朝海 敏昭、 

チョン 千香子、和田 彩佳、 

山内 喜通、城所 敏浩、石澤ゆかり 

（常勤職員7名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

平成29年度は新規認証標準物質としてチタン標準液、

よう化物イオン標準液を開発した。JCSS 基準物質とし

て金属標準液認証標準物質71試料を指定校正機関に継

続して供給した。1物質（フタル酸水素カリウム）をロ

ット更新した。既存の認証標準物質の安定性モニタリン

グの結果をまとめ、5物質の有効期限を延長した。

CCQM 国際比較1件、APMP 国際比較1件に参加した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］無機標準物質 

 

［テーマ題目2］pH および電気伝導度の標準確立 

［研究代表者］三浦 勉（無機標準研究グループ） 

［研究担当者］三浦 勉、鈴木 俊宏、朝海 敏昭、 

Maksimov Igor、大沼 佐智子 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 Harned セル法による pH 測定システムの改良を引き

続き進めた。このシステムを用いて6種類の pH 緩衝液

に対しての保存安定性の測定を継続した。pH 標準液認

証標準物質16試料を、JCSS 基準物質として指定校正機

関に継続して供給した。1件の CCQM 国際比較に参加

した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］pH 標準、電気伝導率標準 

 

［テーマ題目3］環境分析用組成標準物質および微量分

析技術に関する研究 

［研究代表者］稲垣 和三（環境標準研究グループ） 

［研究担当者］稲垣 和三、成川 知弘、朱 彦北、 

宮下 振一、有賀 智子、黒岩 貴芳、

小口 昌枝、工藤 いずみ 

（常勤職員6名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

食品・環境分析における信頼性確保に資することを目

的として、組成型標準物質の開発、分析技術の高度化に

取り組んだ。 

組成型標準物質の開発に関して、平成29年度は3物質

の開発を進めた。うち、無機ひ素分析用白米粉末標準物

物質2nd ロット（NMIJ CRM7503-b）は開発を完了、

頒布を開始した。次年度以降に認証を予定しているひ素

糖分析用海藻粉末標準物質（NMIJ CRM7405-b）に関

しては、ひ素糖の分析技術を確立し、均質性試験および

値付け分析を開始した。同じく次年度以降に認証を予定

している河川水標準物質3rdロット（NMIJ CRM7202-c）

は、候補物質1000ボトルの調製を終え、均質性試験を

開始した。また、標準物質開発に関連する分析能力証明

の場でもある国際比較に関しては、2件の CCQM 基幹

比較に参加し、良好な結果を得た。また、新規に白米粉

末中ストロンチウム同位体分析の CCQM 基幹比較、河

川水中微量元素分析の APMP パイロット試験を提案し

た。その他、既開発の標準物質に関して安定性試験を実

施した。 

 分析手法の高度化としては、pH 自動調整器の高度化、

液体試料噴霧器の開発、ナノ粒子分析用高速信号読み取

りシステムの開発等を進めた。うち、液体試料噴霧器に

関しては2つの技術に関して新たに特許出願した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］標準物質、分析技術 

 

［テーマ題目4］標準ガス・湿度標準の開発と高度化に

関する研究 

［研究代表者］下坂 琢哉（ガス・湿度標準研究グルー

プ） 

［研究担当者］下坂 琢哉、松本 信洋、渡邉 卓朗、

青木 伸行、阿部 恒、天野 みなみ、

橋口 幸治、石渡 尚也、丹羽 民夫、

北野 寛、高田 佳恵子 

（常勤職員8名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 既存の標準ガス・湿度標準の維持・供給を行うと共に、
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気候変動の機構や予測に必要となる高精度環境大気分析

用標準ガスの開発、半導体製造や次世代のハイテク材料

の性能評価等で必要とされる気体中微量水分の標準発

生・測定技術の開発を目的として研究を行った。多種ガ

ス用微量水分発生装置の流量測定・制御部の改良を行っ

た。JAXA 宇宙探査イノベーションハブによる共同研究

において、月面探査用小型微量水分計の開発を開始した。

新規開発予定の高温高湿度発生装置の設計を行った。企

業と共同開発しているレーザー式露点計の改良を進めた。

質量比混合法により大気観測用の高精度酸素標準ガスの

調製法を開発した。天然ガス組成分析用の原料となる純

n-ブタン、純 iso-ブタン、純窒素標準ガスを開発した。

また、JIS 規格で求められている N2/Ar 標準ガスを開発

した。露点95 ℃～－70 ℃の領域の湿度標準に基づく

校正を15件行った。湿度計測に関する技術コンサルテ

ィングを6件行った。JCSS 制度の運営支援のため、技

術アドバイザーを派遣した。他国の標準研究機関の技術

的なレビューを行い、国際的な貢献も行った。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］標準物質、湿度、微量水分、高感度水分

測定、天然ガス、大気観測 

 

［テーマ題目5］有機組成標準物質の開発と供給 

［研究代表者］羽成 修康（有機組成標準研究グルー 

プ） 

［研究担当者］羽成 修康、伊藤 信靖、大竹 貴光、

稲垣 真輔、中村 圭介、沼田 雅彦、

岩澤 良子、青柳 嘉枝 

（常勤職員6名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

工業製品、食品の品質管理や環境のリスク評価を正確

に行うために不可欠な分析精度管理用の標準物質や分析

方法の開発、技能試験を実施した。標準物質開発として、

既開発の水分分析用標準液のロット更新を実施しただけ

でなく、濃度水準の高い新規水分分析用標準液を開発し

た。また農薬分析用ヒト尿標準物質の開発にも取り組ん

だ。玄米試料を用いた残留農薬分析の技能試験コンソー

シアム（33機関が参加）を運営し、産総研が付与する

参照値によって参加機関の分析技能を評価するとともに、

技術講習会を開催した。ラマン分光法の標準化に向けて、

国際的な活動に参加するとともに、国内分析機器メーカ

ーによるラウンドロビンテストを実施した。ISO ガイ

ド34に基づく標準物質生産のための品質システムを維

持するとともに、供給中の標準物質の安定性モニタリン

グを行い、2標準物質の有効期限を延長するなど、継続

的な標準物質供給を行った。CCQM 国際比較1件、

ACRM 国際比較1件に参加した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］組成型標準物質、有機標準物質、技能試

験、国際比較 

［テーマ題目6］有機化学標準の開発と供給 

［研究代表者］沼田 雅彦（有機基準物質研究グループ） 

［研究担当者］沼田 雅彦、北牧 祐子、山崎 太一、

斎藤 直樹、黒江 美穂、石川 啓一郎、

清水 由隆、井原 俊英、山中 典子、

大手 洋子、大塚 聡子、鮑 新努、 

藤木 直美、中村 哲枝 

（常勤職員8名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

計量トレーサビリティの確保された標準物質を市場へ

供給するため、約100種の高純度有機標準物質の純度校

正サービスを提供中で、平成29年度は農薬など20件に

ついて校正を実施した。また、純度校正の中核技術とし

て用いている定量 NMR 法などに関して、共同研究など

により技術の改善に努めた。また、作成に協力した JIS  

K 0138「定量核磁気共鳴分光法通則」が発行された。 

そのほか、水道法における規制物質について標準液の

整備を進め、3件については計量標準部会で承認された

ことから、2018年5月には依頼試験を開始する運びとな

ったほか、非イオン界面活性剤と陰イオン界面活性剤の

値付け手法の開発を進めた。認証標準物質については、

定量 NMR 用の基準物質1種類を新規に認証した他、既

存品の継続的供給に必要な作業を行った。 

また、定量 NMR 法に関する国際比較を幹事として実

施したほか、MoU に基づいてグループ員を国際度量衡

局（BIPM）に派遣し、定量 NMR 用基準物質10種の適

格性を確認した（結果は BIPM ウェブサイト上で順次

公表予定）。さらに、国際純正・応用化学連合の熱分析

による純度評価法に関するワーキンググループにおいて、

グループ員が主査を務めた。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］標準物質、計量トレーサビリティ 

 

［テーマ題目7］バイオメディカル標準の研究 

［研究代表者］加藤 愛（バイオメディカル標準研究グ

ループ） 

［研究担当者］加藤 愛、絹見 朋也、藤井 紳一郎、

川口 研、柴山 祥枝、坂口 洋平、 

宮本 綾乃、惠山 栄、吉岡 真理子、

水野 亮子（常勤職員7名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

臨床検査や食品分析、医薬品分析など様々な分野で生

体関連物質の測定が行われている。これらの測定結果の

信頼性確保に資するために、低分子化合物から生体高分

子に至るまでのさまざまな生体関連物質を対象に、標準

物質開発や国際整合化活動等に取り組んだ。 

標準物質開発については、臨床検査の測定項目のひと

つである C 反応性蛋白について、同位体希釈質量分析

とアミノ酸分析法を組み合わせた高感度・高精度な定量

法を利用することで、認証標準物質のロット更新を行っ
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た。また、国際整合化活動としては、国際度量衡委員会

物質量諮問委員会が主宰する国際比較 CCQM-P184

（デジタル PCR によるがん遺伝子変異（BRAF、

EGFR）の定量）と CCQM-P164（血清中のヒト成長ホ

ルモン（hGH）の定量）に参加した。そのほか、ISO

ガイド34に基づく品質システムを維持し、これまでに

開発した標準物質の安定性評価を行うとともに、ヒドロ

コルチゾン、L-メチオニン、L-シスチン、定量解析用リ

ボ核酸（RNA）水溶液、コルチゾール分析用ヒト血清

（4濃度レベル）、アルドステロン分析用ヒト血清（3濃

度レベル）、ヒトインスリン溶液、ホタテガイ中腸線

（下痢性貝毒分析用）について有効期限延長を行うこと

で、標準物質の安定的な供給を継続した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］標準物質、臨床検査医学、バイオ分析、

生体物質 

 

［テーマ題目8］表面・ナノ分析用の標準物質の開発と

計測技術の研究 

［研究代表者］黒河 明（表面・ナノ分析研究グループ） 

［研究担当者］黒河 明、寺内 信哉、張 ルウルウ、

東 康史、城 昌利、福本 夏生、 

今村 元泰、熊谷 和博、内田 みどり、

伊藤 美香（常勤職員8名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 表面分析法やナノ構造材料の測定手法の開発研究と、

分析手法の精度向上のための標準物質開発を行った。走

査電子顕微鏡法（SEM）の倍率校正および像シャープ

ネス評価に用いるためのタングステンドットアレイ標準

物質 NMIJ CRM 5207-a を開発した。この標準物質は、

タングステン製のナノドットを、7 mm×7 mm の大き

さのシリコン基板上に、正方格子状に等ピッチ間隔で配

置したものである。ナノドットは大きさの異なる3種類

を備える。国際単位系の定義改定に備えて行われた物理

定数の精密測定の一環として、シリコン同位体（28Si）

製の球体表面をエックス線光電子分光法（XPS）で測定

した。これにより NMIJ によるアボガドロ定数（NA）

の決定に貢献した。マイクロビームを用いた表面化学分

析技術や電子顕微鏡による評価技術の高度化とその技術

普及を図るため、ISO/TC201,202,229での国際標準化

活動を支援した。また CCQM の表面分析ワーキンググ

ループ（SAWG）で、ナノスケール HfO2膜の厚さ測定

を行う国際比較 P-190に参加した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］標準物質、エックス線蛍光分析、走査電

子顕微鏡、像シャープネス、物理定数、

国際比較 

 

［テーマ題目9］機能性ナノ構造化材料の分析技術と関

連標準の開発 

［研究代表者］伊藤 賢志（ナノ構造化材料評価研究グ

ループ） 

［研究担当者］伊藤 賢志、富樫 寿、平田 浩一、 

高塚 登志子、山脇 正人、白澤 徹郎

（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

 供給中の認証標準物質の安定性試験を行い、品質に問

題がないことを確認した。特に CRM5602-a（陽電子寿

命による超微細空孔測定用ポリカーボネート）と

CRM5606-a（陽電子寿命による空孔欠陥測定用単結晶

シリコン）については、十分な安定性が確保されている

ことから有効期限を延長した。鉄鋼部材による構造物の

疲労検査や材料研究へ適用可能な陽電子寿命計測に関す

る非破壊検査方法の高度化をさらに推し進めた。イオン

ビームを用いた2次粒子計測による高感度表面分析法の

開発と同法のナノ薄膜分析への応用を行い、金属系ナノ

薄膜へ高速イオンビーム照射では1次イオン中の原子の

数が数個程度でも高分子量を持つ金属クラスター2次粒

子が放出することを見出した。半導体分析用標準物質に

付与する特性値の定量精度向上を目的とした同位体希釈

－中性子放射化分析実験を実施すると共に、得られたデ

ータを解析した。積層薄膜を断面からナノ領域評価する

ために必要な、走査型トンネル顕微鏡に付属する断面測

定用装置の設計を行った。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］材料分析、イオン注入標準物質、微細空

孔標準物質、質量分析、X 線回折 

 

［テーマ題目10］粒子標準の開発と供給 

［研究代表者］桜井 博（粒子計測研究グループ） 

［研究担当者］桜井 博、飯田 健次郎、加藤 晴久、

車 裕輝、坂口 孝幸、高橋 かより、

高畑 圭二、水野 耕平、村島 淑子、

砂押 慶子（常勤職員9名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 粒径、気中および液中における粒子数濃度、粉体比表

面積、高分子分子量の標準について、依頼試験や標準物

質の維持と供給を行うとともに、標準の新規開発や高度

化のための研究を行い、H29年度は、ガス吸着量に関す

る認証標準物質1種と、高分子分子量の依頼試験1種を

新たに完成させた。計量標準の国際整合化活動として、

気中粒子数濃度とガス吸着量に関する国際比較3件に参

加した。粒子・粉体・高分子に関する粒径・粒子数濃

度・ガス吸着量・分子量等の計測の高精度化に向けた研

究を進め、また、これら計測に関する ISO・JIS 等の工

業標準化をプロジェクトリーダー、国内委員長、国内委

員として推進した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］粒径、粒径分布、粒子質量、粒子数濃度、

比表面積、ガス吸着量、分子量 
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［テーマ題目11］固体熱物性標準の整備 

［研究代表者］山田 修史（熱物性標準研究グループ 

長） 

［研究担当者］山田 修史、渡辺 博道、 

阿子島 めぐみ、八木 貴志、 

阿部 陽香、山下 雄一郎 

（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

 固体材料を対象とした熱物性（熱膨張率、熱拡散率、

熱伝導率、比熱容量、薄膜熱物性、熱流密度など）に関

して、熱膨張率標準ついては、室温付近での依頼試験の

供給範囲の拡張を完了すると共に既存標準物質（NMIJ 

CRM5805-a 熱膨張率測定用高純度銅）の有効期限の延

長を行った。比熱容量標準に関して、高温領域での断熱

法による校正システムの試作器の製作を進めた。また、

その他の各標準供給項目に関して継続的な研究開発と校

正技術の改良と高度化を実施した。熱物性関連の計測規

格および標準化に関して、断熱材の比熱の測定法等に関

する国際標準化委員会、放熱性シート材料の熱拡散率測

定方法の規格原案作成委員会、遮熱コーティングの熱伝

導率測定の ISO 規格化に関する国内審議委員会などに

参画した。分散型熱物性データベースに関して、固体材

料の新規熱物性データセット119件を追加登録すると共

に、データ整合性検証システム Web 版および WebAPI

によるデータ提供システムの開発を行った。産業技術連

携推進会議知的基盤部会計測分科会の温度・熱研究会の

運営を担当し、熱機械分析器（TMA）等による熱膨張

率測定ラウンドロビン試験を開始した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］固体熱物性標準、標準物質、熱膨張率、

熱拡散率、熱伝導率、比熱容量、薄膜熱

物性、熱流密度、熱物性データベース 

 

［テーマ題目12］高分子中の添加剤標準物質の開発と供

給 

［研究代表者］松山 重倫（計量標準基盤研究グループ） 

［研究担当者］松山 重倫、齋藤 剛、折原 由佳利 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 プラスチック中の低分子成分含有量に関する認証標準

物質について、NMIJ CRM 8108-b、及び8109-a の認

証期限延長を行った。また、H30年度新規認証予定の

CRM 8156-a の安定性試験を行った。IEC における

RoHS 指令に対応したプラスチック中の成分測定法の規

格制定に関与した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］プラスチック添加剤、RoHS 指令、 

SVHC、測定法 

 

［テーマ題目13］有機化合物のスペクトルデータベース

（SDBS）の高度化研究 

［研究代表者］齋藤 剛（計量標準基盤研究グループ） 

［研究担当者］齋藤 剛、渡邊 宏、松山 重倫、 

小野 千里、滝澤 祐子、鍋島 真美 

（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 H29年度に産総研で測定し、評価を行った1H 及び13C

核磁気共鳴、赤外分光と質量の合計376スペクトルを有

機化合物のスペクトルデータベース（SDBS）に登録し

た。インターネットを通して公開し、公開するスペクト

ル数は約11万件となり、アクセス数は一日平均約11.5万

件だった。インターネット上公開している SDBS の

Web サイトを保守運営した。そのなかで情報セキュリ

ティの脅威への対策も実施した。今後、産総研内外の化

学物質情報と連携していくための媒介として、スペクト

ルごとのランディングページを整備し、公開するための

準備を整えた。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］有機化合物、核磁気共鳴スペクトル、赤

外分光スペクトル、質量スペクトル、イ

ンターネット 

 

［テーマ題目14］ソフトウェア認証に関する研究 

［研究代表者］松岡 聡（計量標準基盤研究グループ） 

［研究担当者］松岡 聡、渡邊 宏（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 ソフトウェア認証に関する基礎研究として、

multiplicative linear logic（MLL）非決定的多項式時

間計算クラス（NP）完全問題の解探索に関する研究・

開発を行うとともに、データの信頼や品質の文書化方法

を検討するため、SDBS の公開データを題材にアシュ

アランスケースを作成する実験を行った。 

 MLL 証明探索に基づく NP 完全問題の解探索に関す

る研究・開発では、MLL への多くの NP 完全問題のエ

ンコーディングが可能であることを見つけ、成果の一部

が、国際シンポジウム FLOPS に採択され、論文が

springer から出版された。アシュアランスケースの作

成実験では、形式アシュランスケースの適用範囲を拡大

させるとともに、モジュール化の要件および具体的事例

を得た。作成実験は神奈川大学との共同研究として実施

した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］ソフトウェア、認証、適合性評価、 

NP 完全問題、アシュアランスケース、

形式化 

 

［テーマ題目15］不確かさ評価及び同等性確認における

統計的問題の研究と技術支援 

［研究代表者］田中 秀幸（計量標準基盤研究グループ） 

［研究担当者］田中 秀幸、城野 克広（常勤職員2名） 
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［研 究 内 容］ 

 不確かさ評価に関わる統計的手法の開発・応用を行う

とともに、産総研内外での不確かさ評価の技術支援・普

及啓発活動を行うことを目標としている。今年度は、ベ

イズ統計を不確かさ評価で用いる際の不具合についての

解決策を新たに開発し提案した。不確かさクラブでは、

大阪にて総会を開催し、不確かさの普及に努めた。また、

中上級者用不確かさ講習会の開催をはじめとする不確か

さセミナーでの講師、不確かさ評価の技術相談、JIS 原

案作成委員会での不確かさに関する部分の作成等の普

及・啓発活動を行った。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］不確かさ、試験所間比較、トレーサビリ

ティ、適合性評価、ベイズ統計 

 

［テーマ題目16］精密結晶構造解析の高度化に関する研

究 

［研究代表者］後藤 義人（精密結晶構造解析グループ

長） 

［研究担当者］後藤 義人、山脇 浩、藤久 裕司、 

竹谷 敏、服部 峰之、林 繁信、 

治村 圭子（常勤職員5名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 粉末 X 線回折データを用いるリートベルト解析によ

る結晶構造情報を基に、軽元素や不安定分子種等を含め

た、より詳細な位置情報について確度の高い結晶構造を

推定するため、量子化学計算の一種である DFT 計算、

分子力場計算、分子動力学（MD）シミュレーション等

との融合によって構造モデリングを行う手法の開発を進

めた。具体的には122型並びに231型の新規超伝導体に

ついて、粉末 X 線回折データと DFT 計算の併用によっ

て構造解析を行った。イオン液体の高圧下で固化した結

晶について、粉末 X 線回折データと分子力場計算の併

用によって構造解析を行った。TIA かけはし調査研究

では各種超硬材料の構造モデリングならびに DFT 計算

によるビッカース硬さ計算を行った。また安全科学研究

部門と共同で化学物質の爆発安全情報データベースとし

て公開するため、高エネルギー物質10種について DFT

計算を用いた構造最適化や MD シミュレーションを行

うとともに、それぞれの結晶構造の等温圧縮過程、断熱

圧縮過程のおける構造変化を調べた。 

一方、信頼性の高さにおいて結晶構造解析の最も重要

な基盤技術であり標準不確かさに基づいた解析評価が有

効な単結晶 X 線精密構造解析法の高度化については、

原子構造モデルの推定と決定に関して、解析の汎化能力

の向上を期待することができる統計的モデリングの手法

の一つである情報量規準を用いた開発を進めた。複数の

部分構造から成る複合結晶の基本構造モデルへのパラメ

ーター導入の有意性を検証するために、半世紀以上もの

間、広く利用され続けてきた Hamilton’s test の方法で

は優劣の判断が本質的に困難と思われる構造モデルの過

適合問題に対して、情報量規準を適用することの優位性

並びに有効性を示すことに成功し、情報量規準が複合結

晶の基本構造モデルの決定精度も向上することが出来る

優れた指標と成り得ることを明らかにした。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］X 線結晶構造解析、固体 NMR 

 

⑤【分析計測標準研究部門】 
（Research Institute for Measurement and Analytical 

Instrumentation） 

（存続期間：2015.04.01～） 

 

研究部門長：野中 秀彦 

副研究部門長：齋藤 則生、時崎 高志、齋藤 直昭 

首席研究員 ：鈴木 良一 

総括研究主幹：津田 浩、権太 聡 

研 究 主 幹 ：松林 信行 

 

所在地：つくば中央第2、第3、第5、西事業所 

人 員：61名（61名） 

経 費：856,976千円（395,977千円） 

 

概 要： 

 当部門では、医療用リニアックを用いた治療レベル

線量標準、食品の放射能測定、環境騒音の低減に資す

る標準などに代表される、医療の信頼性、分析・検査

産業の発展を支える放射線・放射能・中性子・音響・

超音波に関連する国家計量標準の整備と普及を行うと

ともに、ナノ材料の評価などに必要な微細構造解析と

製品や施設など構造物の非破壊検査のために、陽電子、

X 線、レーザー光やイオンなどをプローブとした先端

計測、評価、分析および検査技術の研究開発を行う。

これら分析と計測に関する標準と先端技術を分析・検

査産業などを通じて普及し、より豊かで安全な社会の

構築に貢献することを目標とする。各グループの特徴

は以下のとおりである。 

・音響超音波標準研究グループ 

 規制値以下の環境騒音確保等のための空中伝搬音の

精密計測技術や計量標準の開発供給、および医療・産

業用超音波放射機器の性能や安全性評価のための水中

伝搬音の精密計測技術や計量標準の開発供給。 

・放射線標準研究グループ 

 放射線防護や医療用および産業用放射線に関連する

線、X 線、線の線量標準の開発・維持・供給、およ

び放射線検出器の評価技術や放射線利用機器の安全性

評価技術の提供。 

・放射能中性子標準研究グループ 

 放射能および中性子に関わる計量標準の開発・維

持・供給、並びに放射能測定用食品試料の認証標準物
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質、中性子の精密計測など関連する計測技術の開発。 

・X 線・陽電子計測研究グループ 

 電子加速器により発生した高強度短パルス陽電子ビ

ームを用いた高機能材料の計測評価技術の開発、およ

び加速器技術をベースとしてインフラ等の診断のため

の可搬型超小型 X 線検査装置開発。 

・ナノ顕微計測研究グループ 

 次世代産業の中核を担う基盤材料として期待されて

いるナノ材料の開発の基盤技術となる計測技術の新規

開発。顕微鏡法や質量分析法において新規要素技術の

開発から計測のための試料調整技術、装置校正技術、

データ解析手法、国際標準化等の開発。 

・放射線イメージング計測研究グループ 

 放射線計測と電子加速器技術を利用した産業技術の

開発を目指した、X 線イメージングの研究と産業利用

に適した小型加速器の開発。 

・非破壊計測研究グループ 

 社会インフラの老朽化に対応する点検や維持に役立

つ超音波や画像解析技術を利用した現場情報の可視化

技術の開発と炭素材料の特性評価のための計測技術の

開発。 

・ナノ分光計測研究グループ 

 光をプローブとした光学的・分光学的な計測・分析

手法の開拓と計測・分析機器の開発及びこれらの機能

材料分析から生体・環境の診断・モニタリングへの応

用。 

 各グループは有するコア技術を磨くとともに、新し

い標準、計測、分析技術の芽を育んでいる。 

 第4期中期目標期間（2015年度～2019年度）にお

いては、計量標準総合センターの一研究部門として、

産業界のニーズを取り込みながら、計量標準の開発・

維持・供給と先端計測技術とその応用技術の研究開発

を、目的基礎、橋渡し前期および橋渡し後期のそれぞ

れのフェーズを見極めながら推進する。そのために、

当部門独自の重点課題を実施した。以下にそれらの重

点課題の概要、外部資金による研究テーマ、及び各グ

ループの活動状況を述べる。 

 

【重点課題1】医用広帯域超音波の安全性確保に資す

るハイドロホン感度の位相特性校正技術の開発：音響

超音波標準研究グループ 

パルス等の広帯域超音波が用いられる超音波診断装置

の安全性評価に資する、ハイドロホン感度位相特性校

正技術を開発する。そのために、音源（超音波振動子）

からハイドロホンに到達する超音波の音圧の位相を計

測する装置を試作した。 

 

【重点課題2】ダイヤモンド線量計の応用範囲拡大に

関する研究：放射線標準研究グループ 

人工ダイヤモンドを用いたダイヤモンド線量計を試作

し、ダイヤモンド線量計の安定性や温度特性などの諸

特性を調べ、応用範囲拡大についての検討を行った。 

 

【重点課題3】多電極比例計数管を用いたラドン濃度

絶対測定の精度検証：放射能中性子標準グループ 

一般公衆の被ばく要因として重要な、ラドンの放射能

測定の基準となる高精度測定システムの確立に向け、

専用の多電極比例計数管の特性評価を継続し、併せて

基準となる測定システムの全体設計を行い製作に着手

した。 

 

【重点課題4】材料の微視的構造分析に向けた高輝度

陽電子プローブ発生装置の構築：X 線・陽電子計測研

究グループ 

高輝度陽電子プローブ発生による計測速度向上を目

指して、低速陽電子ビーム源高強度化のために装置改

造をすすめた。具体的には、陽電子発生用電子加速器

のビーム電流安定性向上およびビーム輸送効率改善を

目的として、陽電子源を電子加速器ビームラインの最

短直線ライン部に移設し連結させた。また、陽電子発

生部の温度測定システムの改良、および、放射線遮蔽

の増強を行うことで、高強度陽電子ビームの安定供給

が可能となった。 

 

【重点課題5】光分析機器の空間分解能向上：分散試

料の調製及び時空間分解計測技術の開発：ナノ顕微計

測研究グループ、ナノ分光計測研究グループ 

 光分析法に求められる新たな付加価値の一つが高空

間分解能イメージング測定であり、またそのために必

要な均一試料の作製技術の確立である。そこで、凍結

乾燥法によるナノ粒子の分散制御技術の開発と時間分

解能を有する過渡吸収分光装置に空間分解能を付与し

た分析機器の開発を行い、走査プローブ顕微鏡の全視

野において均一に分散したナノ粒子試料の作製や、サ

ブm（～800 nm）以下の空間分解能での過渡吸収イ

メージング測定を実現した。 

 

【重点課題6】欠陥自動認識アルゴリズムを組み込ん

だ完全非接触超音波可視化検査システムの開発：非破

壊計測研究グループ 

実構造物の超音波伝搬映像をその場で非接触計測し、

欠陥を自動的に検出・評価する超音波可視化検査シス

テムを開発する。そのために、レーザードップラー振

動計による非接触超音波計測の感度向上技術の開発を

行い、さらに計測された超音波伝搬映像から機械学習

とコンピュータビジョンによって欠陥を自動的に検出

するための画像解析技術の開発を進めた。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金： 

戦略予算「インフラヘルスイノベーション」 
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標準基盤研究「甲状腺モニタ用ファントム標準化のため

の研究」 

 

外部資金： 

原子力規制庁 平成29年度放射線安全規制研究戦略的

推進事業費「眼の水晶体等価線量評価に用いる線量計の

試験校正手法の開発」 

 

原子力規制庁 平成29年度放射線安全規制研究戦略的

推進事業費「環境モニタリング線量計の現地校正に関す

る研究」 

 

大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構 実

電池を用いた in situ NBI 技術および解析技術開発「革

新型蓄電池実用化促進基盤技術開発」 

 

文部科学省 科学技術試験研究委託事業「微細構造解析

プラットフォーム」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

インフラ維持管理・更新等の社会課題対応システム開発

プロジェクト「インフラ維持管理用ロボット技術・非破

壊検査装置開発／超小型 X 線及び中性子センサを用い

たインフラ維持管理用非破壊検査装置開発」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「高輝度・高効率次世代レーザー技術開発」 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「エネルギー・環境新技術先導プログラム／大型超軽量

構造材料の AI 利用・高解像度計測技術の研究開発」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 研究成果展開事業

【研究成果最適展開支援プログラム（A-STEP）産業ニ

ーズ対応タイプ】「中性子フラットパネルディテクタの

研究開発」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（ERATO）「熱活性化遅延蛍光分子における励

起状態ダイナミクスの解明」 

 

静岡県 静岡県先端企業育成プロジェクト推進事業「高

画質で小型軽量な卓上 X 線3D スキャナの開発」 

 

一般財団法人日本ガス機器検査協会「AI による解析事

業」 

 

公益社団法人日本アイソトープ協会「Ir－192小線源基

準空気カーマに対する井戸型電離箱の校正」 

 

独立行政法人日本学術振興会 平成29年度科学研究費

助成事業（科研費） 

「真空紫外領域の円偏光分光法による隕石中のキラリテ

ィの非破壊分析法の確立」新学術領域研究（研究領域提

案型） 

「テラヘルツ帯高強度コヒーレントエッジ放射の利用に

よる自由電子レーザー制御の研究」基盤研究（B） 

「レーザー駆動フェムト秒ガンマ線パルスを用いた中性

子発生」基盤研究（B） 

「分子双極子の強制配向を利用した有機半導体デバイス

の内部電界エンジニアリング」挑戦的萌芽研究 

「強度輸送方程式に基づくシングルショット複素振幅動

画像計測システムの開発」研究活動スタート支援 

「構造体健全性診断のための超音波伝搬可視化法による

定量的非破壊評価」基盤研究（C） 

「J-PARC パルス中性子ビームを用いた鉄鋼材料や植物

中のホウ素の可視化の研究」基盤研究（C） 

「光波面制御を利用した深部計測のための強度干渉断層

イメージング技術の開発」基盤研究（C） 

「プロトン性イオン液体を用いたビーム源の開発：有機

系 SIMS の感度と面分解能の向上」基盤研究（C） 

「光学的マルチスケールひずみ分布計測法の開発と損傷

メカニズムの実験的解明」基盤研究（C） 

「キャビテーション気泡の運動状態の計測制御に関する

研究」基盤研究（C） 

「BNCT 領域の熱外中性子線量精密評価用可搬型検出

器の開発」基盤研究（C） 

「光電子収量分光法を応用した、励起準位エネルギーの

大気下計測手法の開発」若手研究（B） 

「Development of high-accuracy and large-view-field 

deformation measurement technique to investigate 

micro-nano-scale deformation distributions around 

interfaces」若手研究（B） 

「加速器 BNCT 用中性子エネルギー分布測定技術の開

発」若手研究（B） 

「ポジトロニウム負イオン系における光誘起ダイナミク

スの研究」若手研究（B） 

「次世代有機光材料の物性研究を切り拓く超広域時間分

解光電子分光法の開発」基盤研究（B） 

「金属原子とタンパク質イオンの反応による新規ラジカ

ル分解質量分析法の開発」若手研究（B） 

「熱流束計測に基づく X 線自由電子レーザのパルスエ

ネルギー絶対測定」若手研究（B） 

「陽電子消滅による結晶特異構造のキャリア捕獲・散乱

ダイナミックスの評価」新学術領域研究（研究領域提案

型） 

「フェムト秒電子バンチの6D 位相空間分布計測可能な

単一ショット非破壊モニターの開発」基盤研究（A） 

「立木用 X 線検査装置による国産主要造林樹種の非破

壊的材質および水分特性の評価」基盤研究（B） 

「a-Si:H/c-Si ヘテロ接合界面近傍のボイド構造解明」
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基盤研究（C） 

「IVR 医療スタッフの水晶体被ばく防護のより良い最

適化方法に関する研究」基盤研究（C） 

 

発 表：誌上発表129件、口頭発表339件、その他41件 

--------------------------------------------------------------------------- 

音響超音波標準研究グループ 

（Acoustics and Ultrasonics Standards Group） 

研究グループ長：堀内 竜三 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 音響および超音波の標準は、環境、医療、ものづく

りなどの分野において不可欠であり、ニーズに応じた

新規標準の立ち上げや供給範囲の拡大・高度化に必要

な研究開発を行っている。既存の標準の維持・供給や

MRA 対応の国際基幹比較への参加も継続的に実施し

ている。また橋渡しの実現に向けた計測技術の開発や、

将来のシーズとなりうる目的基礎研究にも積極的に取

り組んでいる。 

 音響関連では、音響計測器の jcss 等校正サービス

について、品質システムの継続的運用の下、jcss 校正

10件、騒音基準器検査11件、低周波域でのマイクロ

ホン音圧感度の依頼試験1件、音響パワー計測で使用

される基準音源の音響パワーレベル校正3件を実施し

た。JCSS 登録申請事業者に対しては、4件の登録審

査を行った。音響パワーレベル標準は将来的に校正周

波数範囲を現行の100 Hz～10 kHz から50 Hz～20 

kHz へ拡張することを計画している。本年度は音響

パワーレベル絶対校正システムの改良を行い、50 Hz

～20 kHz の測定を可能とした。また、マイクロホン

の存在による音の反射や回折の影響を受けない計測法

として、レーザを用いた光学的音圧計測技術の開発を

進めている。本年度は測定システムの振動が音圧測定

の SN 比に与える影響の確認を行った。 

超音波関連では、天秤法及びカロリメトリ法による

超音波パワー校正、光干渉法によるハイドロホン感度

校正の一次校正、同比較校正、超音波音場パラメタ校

正の各標準を維持し、依頼試験を継続した。29年度

には、超音波パワー校正は1件、ハイドロホン感度校

正は26件の依頼試験を実施した。また、医用超音波

機器の性能、安全性評価や産業応用のニーズに応える

ため校正範囲の拡張などを進めた。超音波パワー校正

の範囲拡張のため、圧電材料の直径をこれまでの20 

mm から30 mm に拡大した200 W 用超音波振動子を

試作した。高出力領域の超音波パワー標準であるカロ

リメトリ法では、飽和水と脱気水で超音波パワーの測

定値に有意差があり、その原因が気泡にある可能性を

実験で確認した。ハイドロホン感度校正については、

40 MHz を超える超音波の送信効率を向上させるため

に、圧電素子を積層した振動子を設計製作した。また

光検出器の校正帯域を拡張するために、光変調器への

入射ビームを集束し S/N を改善した結果、60 MHz

まで校正範囲を高周波化できる見通しを得た。 

研究テーマ：テーマ題目1 

 

放射線標準研究グループ 

（Ionizing Radiation Standards Group） 

研究グループ長：黒澤 忠弘 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 放射線標準は、放射線防護、医療、産業、先端科学

にとって非常に重要であり、ニーズに対応した標準の

立ち上げと高度化、および関連する計測技術の研究開

発、標準の維持・供給、MRA 対応の国際基幹比較に

努めている。特に、ライフイノベーションへの貢献と

して、放射線を用いた診断・治療の信頼性向上に資す

るするために、医療用線量標準等の物理標準の開発・

範囲拡張・高度化等の整備を知的基盤整備計画に沿っ

て行うとともに、震災復興支援に関連する線量標準や

関連する計測技術の開発などを積極的に進めている。 

今年度は、医療用リニアックからの高エネルギー電

子線標準の開発のために、水カロリーメータの改良を

行った。粒子線治療に関わる標準開発として、炭素線

の線質測定、カロリメータを用いた熱量測定を行うと

ともに、水カロリメータの開発を引き続き行った。 

軟 X 線の線量当量標準の開発のために、X 線スペ

クトルの測定を行った。X 線自由電子レーザ用のマイ

クロカロリメータを開発した。 

水晶体の被ばく線量限度の引き下げについて検討が

行われ、それに関連して測定量である Hp（3）の X

線場の構築を行った。 

また環境モニタリング線量計のトレーサビリティ確

保のために、現地校正手法の開発を行った。 

放射線線量計の校正に関して、jcss11件（γ線15件、

水吸収線量6件、中硬 X 線1件、軟 X 線1件、β線1

件）、依頼試験1件（軟 X 線1件）行った。 

研究テーマ：テーマ題目2 

 

放射能中性子標準研究グループ 

（Radioactivity and Neutron Standards Group） 

研究グループ長：柚木 彰 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 放射能計量標準に関して、放射性表面汚染検査装置

の特性評価に用いる大面積線源について、従来の10 

cm×10 cm の線源に加え、10 cm×15 cm の線源の標

準供給を開始した。液体シンチレーション計数装置を

用いた放射能測定の精度向上に向けた開発を継続した。

ラドン放射能標準立ち上げに向けて、専用の放射線検

出器の評価試験を継続した。国際比較では、放射性セ
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シウムを含む小麦試料を用いた放射能国際比較を開始

し試料を参加機関に配布した。校正サービスについて

は、jcss 校正3件、依頼試験3件を実施した。 

 中性子計量標準に関して、1.2 MeV の速中性子フ

ルエンス標準について、中性子発生に使用するペレト

ロン加速器のパルス化装置の調整、飛行時間測定によ

る加速エネルギーの決定、中性子フルエンスの絶対測

定、不確かさ評価等を実施し、依頼試験を立ち上げた。

Cf-252中性子放出率、熱中性子フルエンス率標準、

中性子線量標準、高エネルギー中性子フルエンス率標

準の国際比較の準備を進めた。校正サービスについて

は、依頼試験14件を実施した。連続中性子フルエン

ス標準の JCSS 技術指針を策定、運用を開始した。 

研究テーマ：テーマ題目3 

 

X 線・陽電子計測研究グループ 

（X-ray and Positron Measurement Group） 

研究グループ長：大島 永康 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 非破壊検査や医療診断では、現場で使用できる小型

軽量、ロボット等に搭載可能な X 線等の非破壊検査

装置が望まれている。当グループでは、カーボンナノ

構造体を用いた小型軽量な X 線源、X 線や中性子を

用いた非破壊検査技術、放射線線量計等の技術シーズ

を有しており、ニーズに合わせた開発を行うことによ

って様々な状況に対応できる計測技術の開発を行う。

また、先端材料開発では、原子からナノレベルの構造

制御が鍵になっており、これらの極微構造の評価を実

現するため、電子加速器を用いて陽電子や中性子のビ

ームを発生し、高度に制御して、各種の材料に適用す

ることによって原子からナノレベルの構造等を評価す

る計測技術の研究を実施している。  

今年度は、カーボンナノ構造体 X 線源と大面積 X

線フラットパネル検出器を用いて、屋外配管の X 線

検査実験を行い、配管の減肉検査を既存の検査法より

効率的に実施できることを確認した。また、電子加速

器を利用した高強度低速陽電子ビームによる材料計測

技術の機器公開を継続し、外部の計測・分析ニーズに

応えた。中性子ビームによる材料計測技術では、構造

材料分析用の小型電子加速器を用いた中性子計測シス

テムの設計とその性能試験を行った。 

研究テーマ：テーマ題目4 

 

ナノ顕微計測研究グループ 

（Nanoscopic Measurement Group） 

研究グループ長：中村 健 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 ナノスケールオーダーで構造や特性を制御したナノ

物質や物質・材料の機能を飛躍的に向上させるナノ製

造技術の研究開発において、計測技術は基盤技術とし

て重要である。当グループでは、電子線・イオンビー

ム等を含めた各種プローブを用いた顕微鏡的手法及び

質量分析法を中心としたナノ領域の計測技術の研究開

発を実施している。具体的には、電子顕微鏡を用いた

ナノ粒子の生体への安全性評価、原子間力顕微鏡

（AFM）や走査型近接場光顕微鏡（SNOM）等のプ

ローブ顕微鏡によるナノ粒子の形状観察のための技術

開発、質量分析法高度化のためのイオン化及び検出技

術の開発、ナノ製造プロセス等のモニタリング用の水

晶振動子センサの開発である。 

 平成29年度は質量分析法に関しては、ソフトイオ

ン化のためのクラスターイオンビーム源において、プ

ロトン性イオン液体である硝酸プロピルアンモニウム

を利用することの有効性を実証した。また、ソフトイ

オン化の一つである真空紫外レーザー光による一光子

レーザーソフトイオン化検出技術の開発に着手し、有

機分子の118 nm 光一光子イオン化検出のための装置

群の整備を行った。さらに顕微鏡法に関しては、引き

続きプローブ顕微鏡の試料前処理技術である凍結乾燥

法の開発を進めると同時に、表面走査プローブ顕微鏡

の機器公開を継続し、外部の計測・分析ニーズに適宜

応えた。前年度に引き続き ISO TC201（表面化学分

析）及び TC229（ナノテクノロジー）を通じて、こ

れら手法に関わる国際標準化の推進を行った。 

研究テーマ：テーマ題目5 

 

放射線イメージング計測研究グループ 

（Radiation Imaging Measurement Group） 

研究グループ長：豊川 弘之 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 電子加速器を用いて発生する X 線、テラヘルツ波、

ガンマ線、中性子等の先端量子ビーム発生手法および

その利用方法について研究し、産業に役立つ先端分析

計測技術を開発する。従来にない新規量子ビームを発

生する技術、既存の量子ビームの性能を格段に向上し

たり使い易くする技術、量子ビームを高効率かつ正確

に計測する放射線計測技術の開発、および技術を社会

に広く普及させるための研究を行う。これらの一連の

研究活動によって、産総研で開発した技術を社会へ広

く橋渡しする。 

 今年度は、高エネルギーガンマ線の光渦をレーザー

と電子ビームの相互作用によって発生する手法を考案

して論文発表とプレスリリースを行った。電子加速器

を用いて、平面波コヒーレントチェレンコフ放射によ

る高出力テラヘルツ波の発生と計測に成功し、理論解

析を行って論文発表した。さらに、蛍光ガスとマイク

ロパターンガス検出器を組み合わせた放射線検出器の
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開発に成功し、その業績が評価され2件の学会賞を受

賞した。 

 

非破壊計測研究グループ 

（Non-destructive Measurement Group） 

研究グループ長：遠山 暢之 

（つくば中央第2、西事業所） 

概 要：  

 全視野計測による材料の微視的変形から構造物全体

の巨視的変形評価技術の開発、構造物を伝搬する超音

波の可視化映像から構造物中の欠陥を検出する超音波

検査システムの開発、並びに炭素材料の適用環境にお

ける材料特性評価とその評価手法の開発を行っている。 

 今年度は、サンプリングモアレ法による振動計測を

鉄道の高架橋に適用し、従来の変位計を利用した場合

と比較して、より経済的に同程度の精度で計測できる

ことを実証した。ミクロンスケールの材料評価では、

モアレ法と幾何学的位相解析を融合したひずみ計測法

を開発し、材料変形時の微小領域のひずみ分布計測に

適用した。さらに、デジタルホログラフィとモアレ法

を融合させた高精度3次元計測システムを開発し、半

導体デバイスのナノオーダーの3次元熱変形計測に適

用した。超音波可視化技術においては、自動車用接着

構造部材の迅速検査への適用を目指し、レーザードッ

プラー振動計を用いた完全非接触検査システムの開発

および機械学習による欠陥自動検出手法の開発を行っ

た。炭素材料の材料特性評価においては、各種工業用

炭素材料の超高温物性試験を行うとともに、炭素繊維

の単繊維特性評価のために繊維径分布を精密に計測し

て、ねじり・引張り特性などの力学的特性評価を行っ

た。 

研究テーマ：テーマ題目6 

 

ナノ分光計測研究グループ 

（Nanoscale Spectroscopic Measurement Group） 

研究グループ長：中村 健  

（つくば中央第2） 

概 要： 

 先端産業技術各分野の横断的基盤である（生体構成

物質を含む）物質の多様な性質･機能の適切な維持と

効果的・効率的な利活用のためには、種々の計測･分

析･評価手法を駆使した物質系の正確かつ精密な認識

の下で制御を与え、現状の課題解決と目標達成を実現

することが必要である。このような基盤としての計

測・分析技術のうち、第4期中長期目標期間の開始期

に新たに設立された当グループでは、プローブである

光と物質の相互作用である吸収・反射・干渉等の物理

現象を利用した先端計測・分析技術の研究開発を実施

している。具体的には、パルスレーザー光による過渡

吸収分光法や多光子吸収イオン化を介した分光法によ

るナノ物質・材料の表面・界面あるいは気相中での挙

動を高時空間分解能で計測する技術の開発、照射した

赤外線の反射光の検出と解析により不可視領域にある

被写体画像を可視化する技術の開発と高度化、医療応

用などを念頭に置いた光の干渉を用いた断層イメージ

ング技術の開発と高度化、等である。 

 平成29年度は、パルスレーザー光励起による光電

子放出の検出と解析を利用した時間分解二光子光電子

分光装置及び二光子－光電子収量法（2P-PYS）の開

発では、パルスピッキング法の検討と試料分析室等の

整備及び波長可変な光源の調整を行い、それぞれの機

器開発を進めた。また過渡吸収分光装置により、引き

続き次世代有機 EL 発光材料の物性評価を進めた。不

可視領域の可視化技術の開発では、より遠方の被写体

の動画撮影の実現に加えて、屋外における環境光を除

去した赤外線撮影の実現に向けた機器の変調動作の組

み合わせなど、当該技術の高度化も進めた。深部計測

のための強度干渉断層イメージング技術の開発では、

複数のアーティファクトの同時低減法を理論的に提案

すると同時にその有効性を実験的に検証するなどの進

捗があった。 

研究テーマ：テーマ題目5 

--------------------------------------------------------------------------- 

［テーマ題目1］医用広帯域超音波の安全性確保に資す

るハイドロホン感度の位相特性校正技術

の開発 

［研究代表者］堀内 竜三 

（音響超音波標準研究グループ） 

［研究担当者］堀内 竜三、吉岡 正裕、内田 武吉 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 ハイドロホンは、水中を伝搬する超音波の音圧を電圧

に変換するデバイスである。超音波診断装置の安全性評

価のため、ハイドロホンを用いた超音波音場計測法が

IEC 規格で規定されている。これまでは取扱いが容易

な狭帯域超音波の使用を想定し、超音波の中心周波数に

おけるハイドロホン感度の振幅特性のみを用いて音圧の

瞬時波形を求めていたが、より精密計測が可能な、超音

波の周波数帯域をカバーする複数の周波数におけるハイ

ドロホン感度の振幅と位相特性の両方を用いる方法の導

入が検討されている。我が国の医用超音波機器の製造・

販売業者においては、自社製品の性能・安全性評価のた

め、この新たに導入される計測法の利用が不可欠である。

既に標準供給しているハイドロホン感度の振幅特性に加

え、位相特性の校正技術も開発するため、本研究では、

音源（超音波振動子）からハイドロホンに到達する超音

波の音圧の位相を計測する装置を試作した。超音波音圧

の位相の精密計測には、振幅の計測では無視できるわず

かな振動による位置のばらつきや水温変化にも細心の注

意を払い、ハイドロホンに到達する超音波の音圧の位相



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(367) 

変動を抑える必要がある。そのため、今後は試作した装

置の位置決め機構の堅牢性を評価し、装置を完成させる

予定である。また、限られた周波数でのハイドロホン感

度の振幅及び位相特性校正値により広帯域超音波の瞬時

音圧を精密計測するための信号処理法の技術的要件の検

討も進め、これら計測技術の開発を通じて我が国の事業

者への橋渡しに繋げる。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］診断用広帯域超音波、瞬時音圧、ハイド

ロホン、ハイドロホン感度位相特性 

 

［テーマ題目2］ダイヤモンド線量計の応用範囲拡大に

関する研究 

［研究代表者］黒澤 忠弘 

（放射線標準研究グループ） 

［研究担当者］黒澤 忠弘、清水 森人、山口 英俊、

加藤 昌弘、森下 雄一郎、小倉 政彦、

加藤 有香子、杢野 由明、（先進パワ

ーエレクトロニクス研究センター） 

（常勤職員8名） 

［研 究 内 容］ 

 近年、人工ダイヤモンドの合成技術が進歩し、高品質

な人工単結晶ダイヤモンドが供給されるようになったこ

とから、人工ダイヤモンドを使った放射線検出素子の研

究開発が行われている。リファレンス線量計としてよく

使用されている空気電離箱の検出材料である空気に比べ、

ダイヤモンドは温度や気圧などの周辺環境の影響を受け

ず、さらに高い耐放射線性を持つため、長期的な安定性

を有している。さらに、ダイヤモンドは密度や原子番号

が水に近いことから、入射する線や X 線、電子線のエ

ネルギーによらず水吸収線量に対して一定の応答を示す

ことから、理想的な検出材料とされている。  

 ダイヤモンドのこの特徴を利用すれば、放射線の線質

によらず水吸収線量に対する感度が一定という理想的な

水吸収線量標準器を実現できる。そこで本研究では人工

ダイヤモンドを用いた線量計を試作し、温度特性などの

諸特性を確認すると共に、その結果から応用範囲拡大に

ついての検討を行うこととした。 

 人工単結晶ダイヤモンドを用いてダイヤモンド線量計

を試作し、恒温槽で温度制御された水中にダイヤモンド

線量計を入れて、繰返し性や印加電圧に対する感度変化、

温度特性などの評価を行った。実験の結果、ダイヤモン

ド線量計の繰り返し性は0.1 %であり、市販の電離箱線

量計と同等の性能を有することが分かった。また、ダイ

ヤモンド線量計の感度は同体積の空気に比べて5千倍以

上あり、空気に比べて極めて高感度であることが確認で

きた。従来から言われているとおり、ダイヤモンド線量

計は温度や気圧に対して感度が変化しないことも確認で

きた。 

 以上の特性は、工場の生産ラインや、原子炉周辺など

の過酷環境における測定とダイヤモンド線量計との相性

が良いことを示している。今後は、ダイヤモンド線量計

の線質依存性などを確認し、さらなる応用範囲拡大につ

いて検討する。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］人工ダイヤモンド、ダイヤモンド線量計、

線量計、水吸収線量 

 

［テーマ題目3］多電極比例計数管を用いたラドン濃度

絶対測定の精度検証 

［研究代表者］柚木 彰 

（放射能中性子標準研究グループ） 

［研究担当者］柚木 彰、古川 理央、海野 泰裕 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 本テーマは、一般公衆の被ばく要因として重要な、ラ

ドンの放射能測定の基準となる高精度測定システムの確

立に向けた、要素技術開発を目的とする。平成29年度

は専用の多電極比例計数管の特性評価を継続し、併せて

基準となる測定システムの設計を行い製作に着手した。

多電極比例計数管の特性評価については、当該の比例計

数管で高精度な測定を可能にするための測定条件を検討

した。具体的には、測定の再現性に影響する、比例計数

管の陽極線の印加電圧と計数率との関係を試験により調

査した。基準となる測定システムについては、比例計数

管による基準放射能の測定、仲介器の校正、及び値付け

されたラドンによるラドンモニタの校正を実現する試験

体系を設計した。そして試験体系の製作に着手し、主要

構成品を製作した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］ラドン、放射能、被ばく評価 

 

［テーマ題目4］材料の微視的構造分析に向けた高輝度

陽電子プローブ発生装置の構築 

［研究代表者］満汐 孝治 

（X 線・陽電子計測研究グループ） 

［研究担当者］満汐 孝治、大島 永康、 

O’Rourke Brian、鈴木 良一、 

小林 慶規（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 先端機器共用イノベーションプラットフォーム

（ANCF）等にて外部公開利用をしている材料の微視的

構造分析用の陽電子プローブの高輝度化をすすめた。高

輝度化とは、陽電子ビーム強度を増強する等、ビームの

質をよくすることであり、これにより測定計数率は増大

（測定時間の短縮）し、空間分解能等の測定精度も向上

する。高輝度化達成のために、高エネルギー電子ビーム

ラインの改造、ビーム高輝度化システムの移設と高度化、

陽電子寿命測定装置の改造、を実施した。 

 高エネルギー電子ビームラインの改造では、陽電子発
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生用電子加速器のビーム電流安定性向上およびビーム輸

送効率改善を目的として、電子加速器ビームラインをシ

ンプル化させた。ビーム高輝度化システムの移設と高度

化では、コンパクト化した電子加速器ビームラインの末

端に、陽電子源を移設し、陽電子発生部の温度測定シス

テムの改良、および、放射線遮蔽の増強を行うことで、

高強度陽電子ビームの安定供給を可能とした。陽電子寿

命測定装置の改造では、陽電子ビームの加速/集束用電

磁レンズの安定化のために、電流・電圧の低ノイズ化シ

ステムを開発し、データ自動取得ソフトを開発した。こ

れらの.改造をすすめたことで、陽電子プローブのパフ

ォーマンスが向上した。 

 高輝度陽電子プローブ発生装置を用いて、年間10件

程度の研究課題程で試料評価を行った。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］中性子源、非破壊イメージング 

 

［テーマ題目5］光分析機器の空間分解能向上：分散試

料の調製及び時空間分解計測技術の開発 

［研究代表者］中村 健 

（ナノ顕微計測研究グループ、ナノ分光

計測研究グループ） 

［研究担当者］中村 健、重藤 知夫、松﨑 弘幸 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

  紫外・可視・赤外分光光度計に代表される光分析機器

が汎用の材料評価手法のために幅広く利用されているが、

一方で光分析法には新たな付加価値が求められており、

その一つが高い空間分解能を有した顕微鏡的なイメージ

ング測定であり、またそのために必要な均一な試料の作

製技術の確立である。そこで本テーマでは、これまで当

部門で推進してきた凍結乾燥法を用いたナノ粒子分散制

御技術の開発と走査顕微過渡吸収イメージング分光装置

の開発をさらに着実に進捗させ、ナノ粒子分散の均一性

の確保及び時間分解イメージング分光測定の実現を図る

ことを目標とすると同時に、試料調製技術の開発成果を

時空間分解能測定に活かすことも目指した研究を進めた。 

 ナノ粒子分散制御技術の開発に関しては、これまで

「サンドイッチ法」とも呼べる凍結乾燥法による分散制

御技術の開発を進めてきた。すなわち、シリコン基板対

にナノ粒子分散液をはさんで最大粒径程度の厚さの薄膜

とし、上下から－80 ℃の銅板を密着させて凝集する間

もなく凍結させた後に、低温のまま水分を昇華させるこ

とで高密度相互非接触のナノ粒子分散試料ができるもの

である。この粒子分散の再現性や位置均一性を評価する

ために、本手法によって作製したシリカや炭酸カルシウ

ム等のナノ粒子分散試料の広域評価として視野内全粒子

測定を行い、十分に広い視野内でのナノ粒子分散の良好

な均一性と任意の視野における分散試料の代表性を実現

できたことを確認した。 

 また、走査顕微過渡吸収イメージング分光装置の開発

では、従来の励起光と検出光の対向配置では反射測定や

測定対象に不透明な波長の光の検出が困難なので、これ

を克服するために励起光と検出光を同一方向から入射・

検出するシステムに改良した。励起光・検出光の試料表

面での同一場所への集光及びその2次元走査だけではな

く、励起光の集光位置を固定する一方で2軸ガルバノミ

ラーにより検出光のみを独立に走査することも可能にし

た。これにより、サブm（～800 nm）以下の空間分解

能での過渡吸収イメージング測定を実現し、微小試料の

光誘起現象や光励起した微小領域からの励起状態の拡

散・伝播等の時空間ダイナミクスが計測可能なシステム

を構築することができた。 

 平成30年度以降は、平成29年度開発を進めたナノ粒

子分散制御法の他種粒子への適用の展開や、走査顕微過

渡吸収イメージング分光装置の波長・時間・光学配置等

の仕様拡張を図り、ナノ粒子を含む実材料やデバイスで

の評価を試みる予定である。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］ナノ粒子、分散、過渡吸収分光法、空間

分解能 

 

［テーマ題目6］欠陥自動認識アルゴリズムを組み込ん

だ完全非接触超音波可視化検査システム

の開発 

［研究代表者］遠山 暢之 

（非破壊計測研究グループ） 

［研究担当者］遠山 暢之、叶 嘉星、山本 哲也 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 実構造物にパルスレーザーを照射した際に発生する超

音波の伝搬を可視化して、伝搬映像から構造物の欠陥を

検出する超音波可視化検査システムの開発および製品化

を進めてきた。ここで、社会実装に際する各種産業分野

におけるニーズとして、完全非接触での超音波計測技術

および欠陥の自動検出技術が挙げられている。これらの

ニーズに応えるべく、欠陥自動認識アルゴリズムを組み

込んだ完全非接触超音波可視化検査システムの開発を行

うことを本研究の目的としている。 

非接触で超音波を計測するためには、空間分解能が高

く、遠隔計測が可能なレーザードップラー振動計

（LDV）の適用が有望であるが、現状の性能では超音

波領域での検出感度が不十分なために、センチメートル

オーダー領域のごく限られた範囲内の超音波しか計測で

きない。そこで、対物レンズを LDV に取り付けること

で被検体からの戻り光量の増加を試みた結果、信号雑音

比を約20倍程度向上させることに成功した。さらにラ

ンダムノイズを低減させるためのデータの積算平均化処

理を組み合わせることによって、完全非接触で CFRP

積層板を伝搬するレーザー超音波の可視化計測を実現し、
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CFRP に存在する衝撃損傷を明確に検出することに成

功した。 

超音波伝搬映像から欠陥を自動検出するために、人工

知能による画像解析技術として、欠陥による異常部位を

自動的に検出するアルゴリズムの開発を行うこととした。

そのために、まず超音波伝搬映像に対して時空間パター

ン抽出を行い、欠陥パターン特徴抽出法の開発に着手し

た。さらに部分空間法や1クラスサポートベクトルマシ

ンなどの非線形異常値検出法を利用した異常検知アルゴ

リズムの開発にも着手した。これらの機械学習に必要な

各種条件下における超音波伝搬映像データベースの構築

も併せて進めている。現段階での進捗状況としては、金

属板に存在する円孔やスリット傷の自動検出に成功して

いる。 

今後、LDV による非接触超音波計測のさらなる高感

度化および人工知能による超音波画像解析技術の開発を

進めることによって、本検査システムを完成させ、幅広

い産業分野の非破壊検査への社会実装を目指す。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］非破壊検査、超音波探傷、レーザードッ

プラー振動計、人工知能、機械学習 

 

⑥【計量標準普及センター】 
（Center for Quality Management of Metrology） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第三 

人 員：25名（18名） 

概 要： 

 計量標準は円滑な国際通商を実現するために不可欠

であり、さらに産業技術や研究開発の技術基盤である

とともに、環境・安全を評価するための技術基盤を与

えるなど、国民の生活に密着したものである。 

 社会に必要とされる計量標準を的確に把握してその

整備・普及の方向性を見出し、標準の供給を的確に行

うとともに、計量標準に係わる活動の成果を社会に広

く普及していく役割を担っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2018/3/31現在） 

計量標準普及センター長：藤間 一郎 

計 量 標 準 調 査 室 長：島岡 一博 

国 際 計 量 室 長：齋藤 則生 

標 準 供 給 保 証 室 長：岸本 勇夫 

標準物質認証管理室長：黒岩 貴芳 

法 定 計 量 管 理 室 長：根本 一 

計量研修センター長：小谷野 泰宏 

--------------------------------------------------------------------------- 

計量標準調査室（NMIJ Public Relations Office） 

概 要： 

 計量標準の開発や供給を通じて産業界や社会のイノ

ベーションを促進させるため、研究実施部門と密接に

連携して、計量標準整備計画の策定、維持、改善を図

るとともに、講演会や成果発表会などの開催、報告

書・技術資料の発行などを通して、新しい計量標準に

関する研究成果の発信を行っている。 

 また、計量標準に係る活動内容や研究成果などを広

く普及するため、産技連知的基盤部会、NMIJ 計測ク

ラブ、計測標準フォーラムなどと連携し、NMIJ ホー

ムページ、展示会出展、パンフレット等、様々な形態

の広報・啓発普及活動の企画運営を行っている。 

 

国際計量室（NMIJ International Cooperation Office） 

概 要： 

 国際計量室は計量標準・法定計量の国際活動を支援

する。 

メートル条約、及び OIML 条約に関係する各種国

際会議（国際度量衡総会、国際度量衡委員会、各種諮

問委員会、国際法定計量会議、国際法定計量委員会、

APMP、APLMF 等）や関連する国内委員会・作業委

員会（国際計量研究連絡委員会、国際法定計量調査研

究委員会等）への対応、国際相互承認（CIPM MRA、

OIML CS）への対応、各研究部門が参加する国際比

較等の支援・管理、二国間 MoU、LoI に基づく国際

活動の取りまとめ、AOTS 等の研修事業の支援、途

上国向け技術研修の受入支援、海外からの来訪者への

対応、国際機関 APMP 事務局としての活動および

APLMF 事務局との連絡・調整、国際活動にかかわる

広報などを実施している。 

 

標準供給保証室（Metrology Quality Office） 

概 要： 

 産総研の成果である多岐にわたる物理系計量標準の

供給事務（申請受付、証明書類発行など）を一元的に

行うとともに、その信頼性を保証するために必要な

ISO/IEC17025、ISO/IEC17065に基づいた品質シス

テムの運営及び関連する支援業務を行う。 

 標準供給業務としては、次のものがある。 

  ・特定計量器の検定、比較検査、基準器検査 

  ・特定計量器の型式承認試験 

  ・特定二次標準器の校正 

  ・依頼試験規程に基づく計量器の校正（一般・特

殊・特定副標準器の校正・OIML 適合試験） 

  ・研究開発品の頒布 

 

標準物質認証管理室（Reference Materials Office） 

概 要： 

 産総研において研究開発された標準物質の頒布に関

する事務を行うとともに、その品質を保証するために

必要な ISO ガイド34、ISO/IEC17025に基づいた品

質システムの支援業務を実施している。主な業務とし

ては、標準物質の認証のための業務（標準物質認証委
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員会の開催、標準物質認証書の発行等）、標準物質の

該当法規に従った安全な管理、標準物質の頒布業務、

標準物質に関わる技術相談、ホームページやカタログ

配布等による標準物質関連情報のユーザーへの発信な

どがある。 

 

法定計量管理室（Legal Metrology Management Office） 

概 要： 

 法定計量管理室は、次の業務において、関連する研

究部門との連携及び調整を図る。 

 法定計量システム政策の支援のために経済産業省を

始めとする行政機関や国内産業界との連携及び技術的

支援を行う。関連する全国計量行政会議技術委員会の

運営を行う。 

 法定計量業務の技術基準となる標準化（JIS 制定・

改正及び標準化調査研究委員会等）作業として、自動

はかり JIS 及びアネロイド型血圧計 JIS の改正を行

う。水銀条約に関するものとして、ガラス製温度計、

ガラス製体温計、液化石油ガス用浮ひょう型密度計の

JIS 改正を行う。併せて、上述の JIS 改正に伴い、計

量法政省令改定に係る検討、提案を行う。 

 国際法定計量に関しては、OIML（国際法定計量機

関）や ISO/IEC の国際文書、勧告及び規格等の発行

又は改訂に関する国内のテーマごとの作業委員会に参

加し、その内容の検討、審議を行う。また、国際的な

計量器の適合性試験結果の活用に係る OIML CS の運

営に関与する。 

 計量行政機関、それら関連する団体等を対象に、法

定計量に関する啓発活動として、法定計量セミナーを

始め、法定計量クラブ、技術相談会等の計画、実施、

運営を行う。その他計量研修センター、外部機関が行

う研修会、講習会への講師派遣等に関する実施支援及

び調整を行う。 

 

計量研修センター（Metrology Training Center） 

概 要： 

 計量研修センターは、都道府県・特定市の計量行政

公務員の研修及び民間の計量技術者に対して、一般計

量士、環境計量士の資格付与などのため、一般計量関

係及び環境計量関係の教習を企画・実施する研修機関

である。前身は、1952年に当時の通商産業省傘下に

創設された計量教習所で、2001年に独立行政法人化

された産総研に合流した。 

 年間約600人の研修生を迎えて一般計量教習、一般

計量特別教習、環境計量特別教習、短期計量教習、環

境計量講習（濃度、騒音、振動関係）、及び計量行政

機関の職員並びに計量士になろうとする者のための特

定教習などを企画し実施している。また、計測技術者

向けの技術研修などを実施している。 

 

--------------------------------------------------------------------------- 

業務報告データ 

・NMIJ 全体会合 3回（4月4日、7月26日、１月9日） 

・NMIJ 運営協議会 45回 

・2017年度供給開始標準項目 

 物理標準（校正）10、化学標準（校正）2、 

標準物質 10 

・ピアレビュー及び ASNITE 認定審査 

 国際ピアレビュー・ASNITE 認定の合同審査を通じ

て、校正サービス・標準物質の3技術分野について認定

を継続・拡大した。 

・JCSS 審査等への技術専門家の派遣 

 延べ79件、技術専門家の派遣を実施した。 

・講演会等 9回 

NMIJ 標準物質セミナー2017「化学分析の信頼性確

保のための基礎知識」（NMIJ 主催）9月7日 幕張

メッセ 

法定計量セミナー（大阪） 12月13日 CIVI 研修

センター新大阪東 

1．NMIJ 国際計量標準シンポジウム2018「新時代

を迎える計量基本単位－SI 定義改定のインパクト

－」1月24日 TKP 東京駅大手町カンファレンス

センター 

2．2017年度計量標準総合センター成果発表会 2月

1日～2日 産総研つくばセンター共用講堂 

3．法定計量セミナー（香川） 2月20日 香川県産

業技術センター 

4．NMIJ 法定計量クラブ（東京） 2月23日 産総

研臨海副都心センター 

5．法定計量セミナー（北海道） 2月26日 ネスト

ホテル札幌駅前 

6．法定計量セミナー（神奈川） 3月9日 神奈川

県計量検定所 

7．技術相談会 「非自動はかり、体積計、タクシ

ーメーターについて」計6回開催 産総研関西セ

ンター 

 

・主なイベント参加 計2回 

1．経済産業省こどもデー 8月2日～3日 経済産業省

会議室 

2．「JASIS 2017」ブース出展 9月6日～8日 幕張メ

ッセ 
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①物理標準 

最上位に位置する国の計量標準の設定・維持・供給という責務を果たすため、さまざまな量に対する国の計量標準

を整備して、計量・計測器の校正・試験、標準物質の頒布といった形で利用者への標準供給サービスを行っている。 

 

法定計量 
  

種  類 申請受理個数 
検査・ 
試験個数 

不合格個数 
不合格率

（%） 
イ 検定 0 0 0 - 
ロ 型式承認 95 104 6 5.8  
ハ 基準器検査 3,059 3,040 41 1.3 
ニ 比較検査 20 20 0 0.0  

 

校正・試験等 

 種  類 申請受理個数 校正・試験個数 

ホ 
特定標準器による校正  
 （特定二次標準器） 

602 560 

へ 

依頼試験（一般） 192 220 
依頼試験（特殊） 33 32 
特定標準器による校正  
 （特定副標準器） 

32 32 

OIML 適合性試験 3 6 
 

研究開発品等 

 種  類 頒布個数 
ト 研究開発品頒布 0

 

 

 

イ、検 定 

  当所で現在行われている計量法に基づいた検定業務は、精度の極めて高いものと高度の検定設備能力を必要とする 

 ものなどの機種だけがその対象となっている。 

項 目 
種  類 

申請受理個数 検査個数 不合格個数 
不合格率

（%） 

ガラス製温度計 0 0 0 -
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ロ、型式承認 

 計量器の構造（性能及び材料の特性を含む。）をあらかじめ十分に試験して、一定の基準に適合するものに「型式

の承認」を与え、同一構造のものについては、その後の計量器の検定に際し、構造の検定を省略（一部残るものもあ

る）し、検定の適正化と効率化を図る制度である。 

              項 目 
種 類 

申請受理個数 
試 験
個 数

承 認 
個 数 

不承認

個 数 

不承 
認率 

（%）新規 追加 計 

タクシーメーター 0 3 3 3 2 1 33.3

質量計 非自動はかり 4 10 14 15 14 1 6.7

温度計 抵抗体温計 7 0 7 6 4 2 33.3

体
積
計 

水道メーター 5 1 6 11 10 1 9.1

燃料油メーター 0 2 2 0 0 0 -

ガスメーター 0 13 13 16 16 0 0.0

小   計 5 16 21 27 26 1 3.7

圧力計 アネロイド型血圧計 6 11 17 16 15 1 6.3

熱量計 積算熱量計 2 1 3 8 8 0 0.0

照度計 1 0 1 1 1 0 0.0

騒音計 

普通騒音計 1 0 1 1 1 0 0.0

精密騒音計 3 0 3 3 3 0 0.0

小   計 4 0 4 4 4 0 0.0

濃
度
計 

ジルコニア式酸素濃度計 0 2 2 3 3 0 0.0

磁気式酸素濃度計 1 4 5 6 6 0 0.0

非分散型赤外線式二酸化硫黄濃度計 0 2 2 3 3 0 0.0

非分散型赤外線式窒素酸化物濃度計 0 2 2 3 3 0 0.0

非分散型赤外線式一酸化炭素濃度計 1 4 5 6 6 0 0.0

化学発光式窒素酸化物濃度計 1 4 5 5 5 0 0.0

ガラス電極式水素イオン濃度検出器 3 0 3 3 3 0 0.0

ガラス電極式水素イオン濃度指示計 1 0 1 1 1 0 0.0

小   計 7 18 25 30 30 0 0.0

合    計 36 59 95 110 104 6 5.5
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ハ、基準器検査 

 計量器の製造、修理などの事業を行う者及び計量関係行政機関等が、検定、定期検査、立入検査などを行う場合に

は、その標準として基準器検査に合格して基準器検査成績書が交付された基準器を用いることになっている。基準器

検査の対象機種の大半については当所が検査を行っており、これらの業務は計量法に基づいて行う重要な標準供給業

務となっている。なお、基準器検査は検定手数料の関係から次の二つに大別される。 

（1）手数料を徴収する検査（計量器メーカー等が使用するもの） 

 （2）手数料を伴わない検査（計量行政機関等が使用するもの） 

項  目 
種  類 

申請受理個数 検査個数 不合格個数 
不合格率 
（%） 

長 さ 基準巻尺 16 16 0 0.0

質
量
基
準
器 

基準手動天びん 136 133 1 0.8

基準直示天びん 4 4 0 0.0

特級基準分銅 1,525 1,523 7 0.5

小   計 1,665 1,660 8 0.5

温度基準器 基準ガラス製温度計 299 290 14 4.8

体
積
基
準
器 

基準フラスコ 11 11 0 0.0

基準ビュレット 5 5 0 0.0

基準ガスメーター 119 109 1 0.9

基準水道メーター 56 56 0 0.0

基準燃料油メーター 65 65 0 0.0

液体メーター用基準タンク 81 87 1 1.1

液体タンク用基準タンク 2 2 0 0.0

ガスメーター用基準体積管 4 4 0 0.0

液体メーター用基準体積管 30 30 3 10.0

小   計 373 369 5 1.4
密
度
基
準
器

基準密度浮ひょう 38 38 2 5.3

液化石油ガス用浮ひょう型密度計 61 61 3 4.9

小   計 99 99 5 5.1
圧
力
基
準
器

基準液柱型圧力計 145 145 3 2.1

基準重錘型圧力計 331 331 2 0.6

小   計 476 476 5 1.1

騒 音 基準静電型マイクロホン 11 10 0 0.0

振 動 基準サーボ式ピックアップ 6 6 0 0.0

比
重
基
準
器 

基準酒精度浮ひょう 8 8 0 0.0

基準比重浮ひょう 88 88 0 0.0

基準重ボーメ度浮ひょう 18 18 5 27.8

小   計 114 114 5 4.4

総    計 3,059 3,040 42 1.4
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ニ、比較検査 

 比較検査は、検定と同様に合否の判定を行うが、具体的な器差を明らかにして成績書を交付し、精密な計量に奉仕

する制度である。 

 

                項  目 
種  類 

申請受理 
個数 

検査個数 不合格個数 
不合格率

（%） 

酒精度浮ひょう 20 20 0 0.0
 

ホ、特定標準器による校正 

特定標準器による校正（特定二次標準器） 

種       類 申請受理個数 校 正 個 数 

01.長さ 
 波長安定化レーザ装置 

3
3

3 
3 

02.幾何学量 
 ロータリーエンコーダ 

2
2

2 
2 

03.時間 
 原子時計 周波数標準器 兼  周波数標準器 

229
229

188 
 188 

04.質量 
 標準分銅 

113
113

113 
113 

05.力 
 実荷重式、こうかん式又は油圧式力基準機 

20
20

20 
20 

06.トルク 
 参照用トルクメーター 
 参照用トルクレンチ 

8
3
5

8 
3 
5 

07.圧力 
 ピストン式重錘型圧力標準器  

8
8

8 
8 

09.真空 
 粘性真空計 

2
2

2 
2 

10.流量 
 気体流量構成装置 
 ISO 型トロイダルスロート音速ノズル 
  液体流量校正装置 
 石油用流量計 

11
0
8
2
1

9 
1 
8 
0 
0 

11.密度 
 シリコン結晶 

5
5

3 
3 

14.音響 
 Ⅰ形標準マイクロホン Ⅱ形標準マイクロホン 

10
10

9 
9 

16.振動加速度 
 振動加速度計 

3
3

3 
3 

19.直流・低周波 
 ジョセフソン効果電圧測定装置 
 標準抵抗器・標準抵抗装置 
 キャパシタ・標準キャパシタ 
 交流抵抗器 
 誘導分圧器 
 交直変換器 

27
4

11
4
2
3
3

27 
4 

16 
4 
0 
0 
3 

20.高周波 
 高周波電力 7 mm 同軸 
 高周波電力 2.9 mm 同軸 
 ピストン減衰器 

61
6
4
2

62 
6 
4 
2 
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種       類 申請受理個数 校 正 個 数 

 可変減衰器（同軸） 
 同軸固定減衰器 
 減衰器（高周波インピーダンス） 
 固定長エレメント型ダイポールアンテナ 
 広帯域アンテナ 
 レーザビーム用熱型光パワー測定装置 
 光電検出器 
  電圧測定装置（高周波電圧） 

5
1

31
1
4
4
2
1

5 
1 

31 
2 
4 
4 
2 
1 

21.測光量・放射量 
 分光応答度 
 分光放射照度 

4
2
2

4 
2 
2 

22.放射線 
 放射線線量計 
β線用測定器 

24
23

1

25 
24 

1 
23.放射能 
 放射能測定装置（遠隔校正）   

3
3

3 
3 

24.中性子 
減速材付中性子検出器 

1
1

1 
1 

25.温度 
 貴金属熱電対 
 白金抵抗温度計 
 赤外放射温度計 

24
15

9
0

25 
15 

9 
1 

26.湿度 
 露点計 

14
14

15 
15 

28.硬さ 
 ロックウェル硬さ標準片 

30
30

30 
30 

合   計 602 560 
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ヘ、依頼試験 

依頼試験（一般） 

種       類 申請受理個数 校 正 個 数 

01.長さ 
 波長（周波数）安定化レーザ 
 ブロックゲージ絶対測定 
 距離計 

15
1

10
4

15 
1 

10 
4 

02.幾何学量 
 ボールプレート 
 ステップゲージ 
 ボールバー 
 CMM による幾何形状測定 
 ロータリーエンコーダ 
 多面鏡 
 平面度 
 真円度 

29
2
1
1
8
1
2

13
1

30 
3 
0 
1 
7 
1 
2 

15 
1 

03.時間 
 周波数（遠隔校正） 

0
0

28 
28 

04.質量 1 1 
05.力 0 0 
06.トルク 
 トルクメータ 

4
4

4 
4 

07.圧力 
 液体 
 気体 

2
1
1

2 
1 
1 

08.重力加速度 0 0 
09.真空計 
 リーク 
 真空計 
 標準コンダクタンス 

15
6
2
7

14 
6 
1 
7 

10.流量 
 気体 
 液体 

8
3
5

7 
3 
4 

11.密度 
 固体材料 

1
1

0 
0 

12.粘度・動粘度 0 0 
13.体積 0 0 
14.音響 
 音圧感度（計測用マイクロホン） 
 音場感度（計測用マイクロホン） 
 音響パワーレベル 
 音響校正器 

6
1
1
3
1

4 
1 
0 
3 
0 

15.超音波 
 音場感度（ハイドロホン） 
 超音波パワー 

27
26

1

25 
24 

1 
16.振動加速度 0 0 
17.衝撃加速度 0 0 
18.角振動・角速度 0 0 
19.直流・低周波 0 0 
20.高周波 0 0 

21.測光量・放射量 
 分光応答度 
 N-9 分光全放射束（4π放射光源用） 

4
1
3

4 
1 
3 

22.放射線 
 照射線量（率）測定器 

1
1

1 
1 
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種       類 申請受理個数 校 正 個 数 

23.放射能  
 放射能濃度 

2
2

3 
3 

24.中性子 
  中性子サーベイメータ校正試験 
  中性子測定器校正試験 
  中性子測定器照射試験 

9
4
1
4

9 
4 
1 
4 

25.温度 
  ガラス製温度計 
 非接触温度計・校正装置 

2
1
1

2 
1 
1 

26.湿度 0 0 
27.熱物性 
 熱拡散率 
 熱膨張率（線膨張係数） 
熱流密度 

 比熱容量測定 

20
2

14
1
3

20 
2 

14 
1 
3 

28.硬さ 0 0 
29.衝撃値 
 衝撃試験機 

1
1

1 
1 

30.粒子・粒子特性 
 粒径 
 粒子数濃度 
 気中粒子数 

7
0
6
1

8 
1 
5 
2 

31.純度 
 高純度有機標準物質 

23
23

27 
27 

32.薄膜・多層膜 0 0 
33.濃度 0 0 
51.計量器の構成要素及び検査装置の試験 
質量計用ロードセル 

 燃料油メーター用空気分離器 

4
2
2

4 
2 
2 

52.その他 
 体積 
 流量 

11
8
3

11 
8 
3 

合   計 192 220 
 

へ．依頼試験 

依頼試験（特殊） 

種       類 申請受理個数 校 正 個 数 

01.長さ 0 0 
03.時間 0 0 
04.質量 0 0 
05.力 0 0 
09.真空 0 0 
10.流量 
 微風速、気体中流速 

1
1

1 
1 

11.密度 0 0 
12.粘度・動粘度 0 0 
13.体積 0 0 
14.音響 
  サウンドレベルメータ 

1
1

0 
0 

16.振動加速度 0 0 
19.直流・低周波 0 0 



研 究 

(378) 

種       類 申請受理個数 校 正 個 数 

20.高周波 0 0 
21.測光量・放射量 0 0 
22.放射線 0 0 
23.放射能 0 0 
25.温度 1 1 
 非接触温度計・校正装置 1 1 
27.固体物性 0 0 
28.硬さ 0 0 
33.濃度 0 0 
52.その他 30 30 
 非自動はかり（3級、4級） 30 30 
合   計 33 32 

 

ヘ、依頼試験 

特定標準器による校正（特定副標準器） 

種       類 申請受理個数 校 正 個 数 

19.直流・低周波 8 8 
 交流電圧用交直変換器 4 4 
 交流電流用交直変換器 1 1 
 電圧発生装置 1 1 
 標準抵抗器 2 2 
21.測光量・放射量 15 15 
25.温度 9 9 
 温度計用 5 5 
 放射温度計校正用 4 4 

合    計 32 32 
 

ヘ、依頼試験 

OIML 適合性試験 

                項 目 
種 類 

申請受理 
個数 

試験個数 不合格個数 
不合格率 
（％） 

非自動はかり 1 1 0 0.0
自動車等給油メーター 0 1 0 0.0
質量計用ロードセル 2 3 0 0.0
水道メーター 0 1 0 0.0

合  計 3 6 0 0.0
 

ト、研究開発品 

種    類 頒布個数 

1.熱拡散率試験片（4枚） 0
2.石英ヨウ素セル 0
3.パッシブ型シールドループアンテナ 0
4.ジョセフソン電圧標準素子 0
5.極低温電流比較器インサート 0

合  計 0
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②認証標準物質及び標準物質 

 計量標準総合センターでは品質システムを整備し、生産計画に基づいて標準物質の生産を行っている。特性値は安定

性と均一性を確認し、妥当性が確かめられた測定方法とトレーサビリティの確立された計測標準を用いている。また、

不確かさを算出した上で認証書を付した、認証標準物質（NMIJ CRM）として随時頒布している。また、一部は標準

物質（NMIJ RM）として頒布している。 

 

認証標準物質・標準物質の一覧表 

（NMIJ 認証標準物質・標準物質） 
識別記号 名   称 頒 布 数 

NMIJ CRM 1001-a 鉄－クロム合金（Cr 5 %） 1
NMIJ CRM 1002-a 鉄－クロム合金（Cr 15 %） 1
NMIJ CRM 1003-a 鉄－クロム合金（Cr 20 %） 1
NMIJ CRM 1004-a 鉄－クロム合金（Cr 30 %） 1
NMIJ CRM 1005-a 鉄－クロム合金（Cr 40 %） 1
NMIJ CRM 1006-a 鉄－ニッケル合金（Ni 5 %） 2
NMIJ CRM 1007-a 鉄－ニッケル合金（Ni 10 %） 2
NMIJ CRM 1008-a 鉄－ニッケル合金（Ni 20 %） 2
NMIJ CRM 1009-a 鉄－ニッケル合金（Ni 40 %） 2
NMIJ CRM 1010-a 鉄－ニッケル合金（Ni 60 %） 2
NMIJ CRM 1016-a 鉄クロム合金（Cr 40 %） 0
NMIJ CRM 1017-a   EPMA 用ステンレス鋼 0
NMIJ CRM 1018-a   EPMA 用 Ni（36 %）－Fe 合金 0
NMIJ CRM 1019-a EPMA 用 Ni（42 %）－Fe 合金 0
NMIJ CRM 1020-a EPMA 用高ニッケル合金 1
NMIJ CRM 3001-b フタル酸水素カリウム 37
NMIJ CRM 3002-a ニクロム酸カリウム 2
NMIJ CRM 3003-b 三酸化二ひ素 14
NMIJ CRM 3004-a アミド硫酸 31
NMIJ CRM 3005-a 炭酸ナトリウム 8
NMIJ CRM 3006-a よう素酸カリウム 10
NMIJ CRM 3007-a しゅう酸ナトリウム 3
NMIJ CRM 3008-a 塩化ナトリウム 8
NMIJ CRM 3009-a 亜鉛 10
NMIJ CRM 3011-a 塩化アンモニウム 0
NMIJ CRM 3012-a トリス（ヒドロキシメチル）アミノメタン 2
NMIJ CRM 3013-a 炭酸カルシウム 9
NMIJ CRM 3201-a 塩酸（0.1 mol kg−1） 0
NMIJ CRM 3402-c 二酸化硫黄 0
NMIJ CRM 3403-b 亜酸化窒素標準ガス（窒素希釈、300 µmol/mol） 0
NMIJ CRM 3404-c 酸素 0
NMIJ CRM 3406-d 一酸化炭素 1
NMIJ CRM 3407-b 二酸化炭素 0
NMIJ CRM 3408-a 窒素希釈酸素（10 µmol/mol） 0
NMIJ CRM 3601-a ナトリウム標準液 Na（1000） 0
NMIJ CRM 3602-a カリウム標準液 K（1000） 0
NMIJ CRM 3603-a カルシウム標準液 Ca（1000） 0
NMIJ CRM 3604-a マグネシウム標準液 Mg（1000） 2
NMIJ CRM 3605-a アルミニウム標準液 Al（1000） 2
NMIJ CRM 3606-a 銅標準液 Cu（1000） 3
NMIJ CRM 3607-a 亜鉛標準液 Zn（1000） 2
NMIJ CRM 3608-a 鉛標準液 Pb（1000） 14
NMIJ CRM 3609-a カドミウム標準液 Cd（1000） 2
NMIJ CRM 3610-a マンガン標準液 Mn（1000） 2
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識別記号 名   称 頒 布 数 
NMIJ CRM 3611-a 鉄標準液 Fe（1000） 3
NMIJ CRM 3612-a ニッケル標準液 Ni（1000） 2
NMIJ CRM 3613-a コバルト標準液 Co（1000） 2
NMIJ CRM 3614-a ひ素標準液 As（1000） 7
NMIJ CRM 3615-a アンチモン標準液 Sb（1000） 2
NMIJ CRM 3616-a ビスマス標準液 Bi（1000） 2
NMIJ CRM 3618-a 水銀標準液 Hg (1000) 2
NMIJ CRM 3619-a セレン標準液 Se（1000） 2
NMIJ CRM 3620-a リチウム標準液 Li（1000） 0
NMIJ CRM 3621-a バリウム標準液 Ba（1000） 2
NMIJ CRM 3622-a モリブデン標準液 Mo（1000） 2
NMIJ CRM 3623-a ストロンチウム標準液 Sr（1000） 2
NMIJ CRM 3624-a ルビジウム標準液 Rb（1000） 0
NMIJ CRM 3625-a タリウム標準液 Tl（1000） 2
NMIJ CRM 3626-a すず標準液 Sn（1000） 3
NMIJ CRM 3627-a ほう素標準液 B（1000） 2
NMIJ CRM 3628-a セシウム標準液 Cs（1000） 0
NMIJ CRM 3629-a インジウム標準液 In（1000） 2
NMIJ CRM 3630-a テルル標準液 Te（1000） 2
NMIJ CRM 3631-a ガリウム標準液 Ga（1000） 2
NMIJ CRM 3644-a 銀標準液 Ag（1000） 0
NMIJ CRM 3632-a バナジウム標準液 V（1000） 2
NMIJ CRM 3645-a けい素標準液 Si（1000） 0
NMIJ CRM 3681-a 鉛同位体標準液 6
NMIJ CRM 3802-a 塩化物イオン標準液 Cl-（1000） 0
NMIJ CRM 3803-a 硫酸イオン標準液 SO42-（1000） 0
NMIJ CRM 3804-a アンモニウムイオン標準液 NH4+（1000） 0
NMIJ CRM 3805-a 亜硝酸イオン標準液 NO2-（1000） 0
NMIJ CRM 3806-a 硝酸イオン標準液 NO3-（1000） 0
NMIJ CRM 3807-a りん酸イオン標準液 PO43-（1000） 0
NMIJ CRM 3808-a 臭化物イオン標準液 Br-（1000） 0
NMIJ CRM 3809-a シアン化物イオン標準液 CN-（1000) 2
NMIJ CRM 3811-a 塩素酸イオン標準液 ClO3-（1000） 2
NMIJ CRM 3812-a 臭素酸イオン標準液 BrO3-（2000） 7
NMIJ CRM 3813-a 有機体炭素標準液 TOC（1000） 2
NMIJ CRM 4001-b エタノール 2
NMIJ CRM 4003-b トルエン 3
NMIJ CRM 4004-a 1,2-ジクロロエタン 0
NMIJ CRM 4005-a ジクロロメタン 0
NMIJ CRM 4006-a 四塩化炭素 0
NMIJ CRM 4011-a o-キシレン 1
NMIJ CRM 4012-a m-キシレン 0
NMIJ CRM 4013-a p-キシレン 0
NMIJ CRM 4014-a 1,1-ジクロロエチレン 2
NMIJ CRM 4019-a ブロモホルム（トリブロモメタン） 4
NMIJ CRM 4020-a ブロモジクロロメタン 16
NMIJ CRM 4021-a エチルベンゼン 0
NMIJ CRM 4022-b フタル酸ジエチル 0
NMIJ CRM 4030-a ビスフェノール A 2
NMIJ CRM 4036-a ジブロモクロロメタン 7
NMIJ CRM 4038-a 1,2-ジクロロプロパン 0
NMIJ CRM 4039-a 1,4-ジクロロベンゼン 0
NMIJ CRM 4040-b アクリロニトリル 8
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識別記号 名   称 頒 布 数 
NMIJ CRM 4041-b 塩化ビニル 1
NMIJ CRM 4051-c メタン 1
NMIJ CRM 4052-b プロパン 0
NMIJ CRM 4052-c プロパン 0
NMIJ CRM 4054-a アセトアルデヒド 14
NMIJ CRM 4055-a スチレン 5
NMIJ CRM 4056-a ペルフルオロオクタン酸 8
NMIJ CRM 4057-a 1,4-ジオキサン 3
NMIJ CRM 4058-a tert-ブチルメチルエーテル（MTBE） 3
NMIJ CRM 4064-a エタン 0
NMIJ CRM 4074-a トリクロロ酢酸 5
NMIJ CRM 4203-a γ-HCH 標準液 8
NMIJ CRM 4213-a ベンゾ[a]ピレン標準液 13
NMIJ CRM 4215-a 燃料中硫黄分分析用標準液 14
NMIJ RM 4216-a トルエン（燃料中硫黄分分析用－ブランク） 3
NMIJ CRM 4217-a 燃料中硫黄分分析用標準液-高濃度 2
NMIJ CRM 4220-a ペルフルオロオクタンスルホン酸カリウム標準液（メタノール溶液） 14
NMIJ CRM 4221-a ジブチルスルフィド（燃料中硫黄分分析用－高純度） 2
NMIJ CRM 4222-b 水分分析用標準液（0.1 mg/g） 97
NMIJ CRM 4222-c 水分分析用標準液（0.1 mg/g） 44
NMIJ CRM 4403-a SF6・CF4混合標準ガス（窒素希釈、排出レベル） 0
NMIJ CRM 4601-a 定量 NMR 用標準物質（1H, 19F）（3,5-ビス（トリフルオロメチル）安息香酸） 68
NMIJ CRM 5001-a ポリスチレン2400 7
NMIJ CRM 5002-a ポリスチレン500 7
NMIJ CRM 5004-a ポリスチレン1000 3
NMIJ CRM 5005-a ポリエチレングリコール400 2
NMIJ CRM 5006-a ポリエチレングリコール1000 4
NMIJ CRM 5007-a ポリエチレングリコール1500 1
NMIJ CRM 5008-a ポリスチレン（多分散） 2
NMIJ RM 5009-a ポリスチレン8500 2
NMIJ CRM 5010-a ポリエチレングリコールノニルフェニルエーテル 0
NMIJ CRM 5011-a ポリエチレングリコール（23量体） 0
NMIJ RM 5012-a ポリスチレン（光散乱用） 0
NMIJ CRM 5101-a しゅう酸塩 pH 標準液 2
NMIJ CRM 5102-a フタル酸塩 pH 標準液 3
NMIJ CRM 5103-a 中性りん酸塩 pH 標準液  2
NMIJ CRM 5104-a りん酸塩 pH 標準液 2
NMIJ CRM 5105-a ほう酸塩 pH 標準液 5
NMIJ CRM 5106-a 炭酸塩 pH 標準液 5
NMIJ CRM 5121-a 電気伝導率標準液（塩化カリウム水溶液（1 mol kg−1）） 0
NMIJ CRM 5122-a 電気伝導率標準液（塩化カリウム水溶液（0.1 mol kg−１））      10
NMIJ CRM 5123-a 電気伝導率標準液（塩化カリウム水溶液（0.01 mol kg−1）） 32
NMIJ CRM 5202-a SiO2／Si 多層膜標準物質 6
NMIJ CRM 5203-a GaAs／AlAs 超格子 0
NMIJ CRM 5204-b 極薄シリコン酸化膜 0
NMIJ CRM 5205-a デルタ BN 多層膜 0
NMIJ CRM 5206-a デルタ BN 多層膜（As ドープ Si 基板) 0
NMIJ CRM 5208-a 金/ニッケル/銅金属多層膜 6
NMIJ CRM 5401-a シクロヘキサン（熱分析用標準物質） 12
NMIJ CRM 5502-a 動的粘弾性（PVC） 12
NMIJ CRM 5503-a 動的粘弾性（PMMA） 1
NMIJ CRM 5504-a 動的粘弾性（PE-UHMW） 24
NMIJ CRM 5505-a 動的粘弾性（PEEK） 10
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識別記号 名   称 頒 布 数 
NMIJ CRM 5506-a シャルピー衝撃試験（PVC） 3
NMIJ CRM 5507-a シャルピー衝撃試験（PMMA） 1
NMIJ CRM 5601-a 陽電子寿命による超微細空孔測定用石英ガラス 0
NMIJ CRM 5602-a 陽電子寿命による超微細空孔測定用ポリカーボネート 0
NMIJ CRM 5603-a 低エネルギーひ素イオン注入けい素（レベル：3×1015 atoms/cm2） 0
NMIJ CRM 5604-a 低エネルギーひ素イオン注入けい素（レベル：6×1014 atoms/cm2） 0
NMIJ CRM 5605-a ハフニウム定量用酸化ハフニウム薄膜 0
NMIJ CRM 5606-a 陽電子寿命による空孔欠陥測定用単結晶シリコン 0
NMIJ RM 5607-a 陽電子寿命による空孔欠陥測定用ステンレス鋼 0
NMIJ CRM 5701-a ポリスチレンラテックス ナノ粒子（120 nm） 23
NMIJ CRM 5702-a ポリスチレンラテックス ナノ粒子（150 nm） 2
NMIJ CRM 5703-a ポリスチレンラテックス ナノ粒子（200 nm） 11
NMIJ RM 5711-a 酸化チタンナノ粒子（比表面積11 m2/g・大粒子径・表面無処理） 5
NMIJ RM 5712-a 酸化チタンナノ粒子（比表面積57 m2/g・小粒子径・脂肪酸表面修飾） 0
NMIJ RM 5713-a 酸化チタンナノ粒子（比表面積76 m2/g・小粒子径・イソブチル基表面修飾） 2
NMIJ CRM 6001-a コレステロール 5
NMIJ CRM 6002-a テストステロン 4
NMIJ CRM 6003-a プロゲステロン 6
NMIJ CRM 6004-a 17β-エストラジオール 3
NMIJ CRM 6005-a クレアチニン 1
NMIJ CRM 6006-a 尿素 2
NMIJ CRM 6007-a ヒドロコルチゾン 1
NMIJ CRM 6008-a 尿酸 0
NMIJ CRM 6009-a トリオレイン 0
NMIJ CRM 6011-a L-アラニン 8
NMIJ CRM 6012-a L-ロイシン 7
NMIJ CRM 6013-a L-イソロイシン 7
NMIJ CRM 6014-a L-フェニルアラニン 7
NMIJ CRM 6015-a L-バリン 7
NMIJ CRM 6016-a L-プロリン 7
NMIJ CRM 6017-b L-アルギニン 6
NMIJ CRM 6018-a L-リシン一塩酸塩 3
NMIJ CRM 6019-a L-チロシン 5
NMIJ CRM 6020-a L-トレオニン 2
NMIJ CRM 6021-a L-セリン 3
NMIJ CRM 6022-a グリシン 4
NMIJ CRM 6023-a L-メチオニン 12
NMIJ CRM 6024-a L-ヒスチジン 3
NMIJ CRM 6025-a L-シスチン 12
NMIJ CRM 6026-a L-グルタミン酸 5
NMIJ CRM 6027-a L-アスパラギン酸 5
NMIJ CRM 6201-b C 反応性蛋白溶液 0
NMIJ CRM 6201-c C 反応性蛋白溶液 1
NMIJ CRM 6202-a ヒト血清アルブミン 2
NMIJ CRM 6204-b 定量解析用リボ核酸（RNA）水溶液 18
NMIJ CRM 6205-a 定量分析用デオキシリボ核酸（DNA）水溶液（1 ng/µL、600塩基対） 2
NMIJ CRM 6206-a オカダ酸標準液 101
NMIJ CRM 6207-a ジノフィシストキシン-1（DTX1）標準液 106
NMIJ CRM 6209-a ヒトインスリン溶液 17
NMIJ CRM 6401-b コルチゾール分析用ヒト血清（4濃度レベル） 1
NMIJ CRM 6402-a アルドステロン分析用ヒト血清（3濃度レベル） 21
NMIJ CRM 6901-b C-ペプチド 15
NMIJ CRM 7202-b 河川水（微量元素分析用－添加） 145
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識別記号 名   称 頒 布 数 
NMIJ CRM 7203-a 水道水（有害金属分析用－添加） 38
NMIJ CRM 7302-a 海底質（有害金属分析用） 9
NMIJ CRM 7303-a 湖底質（有害金属分析用） 5
NMIJ CRM 7304-a 海底質（ポリクロロビフェニル、塩素系農薬類分析用－高濃度） 0
NMIJ CRM 7307-a 湖底質（多環芳香族炭化水素分類分析用） 1
NMIJ CRM 7308-a トンネル粉じん（多環芳香族炭化水素分析用・有害元素分析用） 0
NMIJ CRM 7402-a タラ魚肉粉末標準物質（微量元素・アルセノベタイン・メチル水銀分析用） 14
NMIJ CRM 7403-a メカジキ魚肉粉末（微量元素・アルセノベタイン・メチル水銀分析用） 15
NMIJ CRM 7404-a スズキ魚肉粉末(有機汚染物質分析用) 8
NMIJ CRM 7405-a ひじき粉末（微量元素・ひ素化合物分析用） 47
NMIJ CRM 7406-a イカ粉末（微量元素分析用） 3
NMIJ CRM 7407-a ヒト血清（有機汚染物質分析用） 0
NMIJ CRM 7501-a 白米粉末（微量元素分析用 Cd 濃度レベルⅠ） 24
NMIJ CRM 7502-a 白米粉末（微量元素分析用 Cd 濃度レベルⅡ） 24
NMIJ CRM 7503-b 白米粉末（ひ素化合物・微量元素分析用） 0
NMIJ CRM 7504-a 玄米粉末（残留農薬分析用） 2
NMIJ CRM 7505-a 茶葉粉末（微量元素分析用） 9
NMIJ CRM 7507-a ネギ粉末（残留農薬分析用） 0
NMIJ CRM 7508-a キャベツ粉末（残留農薬分析用） 1
NMIJ CRM 7509-a 大豆粉末（残留農薬分析用） 5
NMIJ CRM 7510-a リンゴ粉末（残留農薬分析用） 3
NMIJ CRM 7511-a 大豆粉末（微量元素分析用） 3
NMIJ CRM 7512-a ミルク粉末（微量元素分析用） 9
NMIJ CRM 7520-a ホタテガイ中腸腺（下痢性貝毒分析用） 6
NMIJ CRM 7531-a 玄米粉末（カドミウム分析用） 22
NMIJ CRM 7532-a 玄米粉末（ひ素化合物・微量元素分析用） 29
NMIJ CRM 7533-a 玄米粉末（ひ素化合物・微量元素分析用） 14
NMIJ CRM 7541-a 玄米（放射性セシウム分析用） 55
NMIJ CRM 7541-b 玄米（放射性セシウム分析用） 3
NMIJ CRM 7601-a 海水（栄養塩；極低濃度） 11
NMIJ CRM 7602-a 海水（栄養塩；中濃度） 37
NMIJ CRM 7603-a 海水（栄養塩；高濃度） 12
NMIJ CRM 7901-a アルセノベタイン水溶液 26
NMIJ CRM 7906-a ポリクロロビフェニル混合標準液（KC 混合物ノナン溶液） 3
NMIJ CRM 7912-a ひ酸［As(V)］水溶液 28
NMIJ CRM 7913-a ジメチルアルシン酸水溶液 32
NMIJ CRM 8001-a ファインセラミックス用炭化けい素微粉末（α型） 1
NMIJ CRM 8002-a ファインセラミックス用炭化けい素微粉末（β型） 3
NMIJ CRM 8003-a ファインセラミックス用窒化けい素微粉末（直接窒化合成）Ⅰ 3
NMIJ CRM 8004-a ファインセラミックス用窒化けい素微粉末（直接窒化合成）Ⅱ 12
NMIJ CRM 8005-a ファインセラミックス用窒化けい素微粉末（イミド分解合成） 4
NMIJ CRM 8006-a ファインセラミックス用アルミナ微粉末（低純度） 3
NMIJ CRM 8007-a ファインセラミックス用アルミナ微粉末（高純度） 5
NMIJ CRM 8102-a   重金属分析用 ABS 樹脂ペレット（Cd,Cr,Pb；低濃度） 9
NMIJ CRM 8103-a   重金属分析用 ABS 樹脂ペレット（Cd,Cr,Pb；高濃度） 6
NMIJ CRM 8105-a   重金属分析用 ABS 樹脂ディスク（Cd,Cr,Pb；低濃度） 1
NMIJ CRM 8108-b 臭素系難燃剤含有ポリスチレン 23
NMIJ CRM 8109-a 臭素系難燃剤含有ポリ塩化ビニル 0
NMIJ CRM 8110-a 臭素系難燃剤含有ポリスチレン（高濃度） 57
NMIJ CRM 8112-a 重金属分析用 ABS 樹脂ペレット（Cd,Cr,Hg,Pb；低濃度） 7
NMIJ CRM 8115-a 重金属分析用 ABS 樹脂ディスク（Cd,Cr,Hg,Pb；低濃度） 19
NMIJ CRM 8123-a 重金属分析用 PVC 樹脂ペレット(Cd,Cr,Hg,Pb; 高濃度) 4
NMIJ CRM 8133-a 重金属分析用 PP 樹脂ペレット（Cd,Cr,Hg,Pb；高濃度） 6



研 究 

(384) 

識別記号 名   称 頒 布 数 
NMIJ CRM 8136-a 重金属分析用 PP 樹脂ディスク（Cd,Cr,Hg,Pb; 高濃度） 18
NMIJ CRM 8137-a 臭素分析用 PP 樹脂ペレット 2
NMIJ CRM 8152-a ポリ塩化ビニル（フタル酸エステル類分析用） 114
NMIJ CRM 8155-a ABS 樹脂（ペルフルオロアルキル化合物分析用） 2
NMIJ CRM 8202-a 鉛フリーはんだチップ（Sn96.5Ag3Cu0.5）（Pb 低濃度） 6
NMIJ CRM 8203-a 鉛フリーはんだチップ（Sn96.5Ag3Cu0.5）（Pb 高濃度） 3
NMIJ CRM 8301-a バイオエタノール 1
NMIJ CRM 8302-a バイオディーゼル燃料（パーム油由来） 5

化学系標準物質計 2163
NMIJ RM1101-a-1 熱膨張率標準物質（単結晶シリコン） 形状：1 6
NMIJ RM1101-a-2 熱膨張率標準物質（単結晶シリコン） 形状：2 2
NMIJ RM1102-a-1 熱膨張率標準物質（ガラス状炭素） 形状：1 4
NMIJ RM1102-a-2 熱膨張率標準物質（ガラス状炭素） 形状：2 2
NMIJ RM1301-a 熱拡散時間標準薄膜（窒化チタン薄膜／石英ガラス基板） 10
NMIJ RM1401-a 熱伝導率標準物質(等方性黒鉛) 3
NMIJ CRM5803-a-1 熱膨張率測定用単結晶シリコン（低温用） 形状：1 3
NMIJ CRM5803-a-2 熱膨張率測定用単結晶シリコン（低温用） 形状：2 0
NMIJ CRM5804-b 熱拡散率測定用等方性黒鉛 15
NMIJ CRM5805-a 熱膨張率測定用高純度銅 1
NMIJ CRM5806-a 比熱容量測定用単結晶シリコン（低温用） 3
NMIJ CRM5807-a 熱拡散率測定用セラミックス（Al2O3-TiC 系） 3
NMIJ CRM5808-a 熱拡散率測定用モリブデン薄膜（400 nm） 3

物理系標準物質計 55
合   計 2218
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③外国出張・招へい、協力協定、国際比較 

外国出張 

出張件数 出張先 出張目的 

128件 

フランス 

 国際度量衡委員会 
国際度量衡委員会諮問委員会 

 国際法定計量委員会 
 アジア太平洋計量計画 
 アジア太平洋法定計量フォーラム 
 二国間比較 
 その他 

インド 
中国 
韓国 

コロンビア 
マレーシア 
ドイツ 
オランダ 
カナダ 

カンボジア 
オーストラリア 

アメリカ 
台湾 
タイ 

その他5か国 

 

外国人招へい 

件数 招へい国または経済圏 招へい目的 

6 韓国（4名）、台湾、中国 ピアレビュー 

6 
台湾、シンガポール、フィリピン（13
名） 

技術研修 
（放射線、長さ、圧力、質量、体積密度、無機標準） 

2 台湾、韓国（2名） 研究協力（研修）（幾何、流量標準） 
1 中国、韓国（31名） 日中韓の若手研究者のワークショップ ESW 2017 

１ フランス（1名） 
計測標準フォーラム講演者 
The Meter Convention  and the future of the 
International System of Units (SI) 

 

JST 予算による外国人の受入 

 1件 日本・アジア青少年サイエンス交流事業（さくらサイエンスプラン） 

    台湾、カンボジア、フィリピン、ベトナム、タイ （計10名） 

 

AOTS プログラムによる外国人の受入 

 1件 Training course on Implementation for Social and Industrial Infrastructure in Metrology 

バングラデシュ、ブータン、フィジー、インド、インドネシア、マレーシア、モンゴル、ミャンマー、パプア

ニューギニア、フィリピン、スリランカ、タイ、ベトナム  （計13名） 

 

外国機関との研究協力覚書締結  

 LoI：1件（タイ DSS） 

 

国際比較 
分野 （BIPM） 件 数 

時間・周波数 0 
長さ 0 
質量関連量 2 
音響・超音波・振動 1 
測温 0 
物質量 6 
測光・放射 0 
放射線 0 
電気・磁気 0 
合計 9 
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④講習・教習 
平成29年度計量教習実績 

計量標準普及センター 計量研修センター 

講習・教習名 対 象 者 期  間 場 所 受講者数

一般計量教習 
前  期 

計量士になろうとする者及び計量行政

機関の職員 

未実施 － － － 

後    期 H29. 9. 12～12. 8 3月 つくば 31 

一 般 計 量 特 別 教 習 
計量士になろうとする者及び計量行政

機関の職員で一般計量教習を修了した

者 

H30. 1.10～ 3. 7 2月 つくば 18 

環境計量特別

教 習 

濃   度   関   係 H30. 1.10～ 2.28 7週間 つくば 6 

 騒音・振動関係 H30. 3. 1～ 3.16 2.5週間 つくば 5 

短 期 計 量 教 習 計量行政機関等の職員 H29. 7.10～ 8. 4 1月 つくば 28 

特 定 教 習 

基 礎 計 量 教 習 特定市の職員 H29. 8.21～ 9. 1 2週間 つくば 24 

計量検定所・計量検査

所 新 任 管 理 職 教 習 
都道府県及び特定市の新任所長等管理

職 
H29. 6. 5～ 6. 7 3日 つくば 24 

都道府県・特定市計量 
行 政 新 人 教 習 

都道府県及び特定市の新任計量公務員
H29. 5. 9～ 5.11 3日 つくば 36 

H29. 5.23～ 5.25 3日 関西（池田） 43 

指 定 製 造 
事 業 者 制 度 教 習 

当該制度の検査に携わる都道府県等の

職員 
H29. 6.28～ 7. 7 2週間 つくば 20 

指定製造事業者制度

フォローアップ教習 
平成27年度以前に「指定製造事業者制

度教習」を修了した都道府県等の職員
H29.11.21～11.22 2日 つくば 10 

環 境 計 量 証 明 
事 業 制 度 教 習 

都道府県及び特定市の職員 H29. 6. 5～ 6.16 2週間 つくば 10 

計 量 指 導 者 教 習 
都道府県及び特定市の計量公務員等で

所属長より推薦を受けた者 
H29.12.12～12.13 2日 つくば 8 

特 定計 量証 明事 業管 理者 講習 
当該事業の環境計量士（濃度関係）で

あって、ダイオキシン類の実務の経験

一年以下等の者 
H29.10.16～10.20 5日 つくば 3 

環境計量講習 

濃 度 関 係 

環境計量士の国家試験に合格した者で

あって、施行規則第51条（登録条件）

の条件を満たさない者。登録しようと

する区分に係る環境計量証明事業者等

に属し、かつ、計量に関する実務に1
年以上従事している者については、そ

の実務経験が認められれば環境計量士

として登録することが出来るので本講

習を受講することは不要 

H29. 7.11～ 7.14

各4日 つくば 

30 

H29. 7.25～ 7.28 28 

H29. 8. 1～ 8. 4 24 

H29. 8.22～ 8.25 28 

H29. 9.12～ 9.15 29 

H29.10. 3～10. 6 26 

H29.10.24～10.27 20 

騒 音 ・ 振 動 関 係 

H29. 9. 4～ 9. 8 

各5日 つくば 

25 

H29. 9.25～ 9.29 25 

H29.11. 6～11.10 21 

計 量 研 修 

計測における不確か

さ研修（中･上級コ

ース） 
計量関係技術者 H29.10.10～10.11 2日 つくば 23 

特定計量器技術習得

研修（非自動はかり

／計量性能試験及び

機能確認試験コー

ス） 

ASNITE 試験事業者－計量法第71条第

1項第一号の技術上の基準で規定する

試験方法（非自動はかり）に係る認定

の申請を予定している試験所の試験責

任者または試験担当者 

H29.11.6～11.10 
H29.11.20～11.22

いずれ

か1日 

つくば 

7 

特定計量器技術習得

研修（非自動はかり

／電磁環境試験コー

ス） 

H29.11.13～11.17
H29.11.27～11.30

いずれ

か1日 
7 

 計 量 技 術 セ ミ ナ ー
都道府県及び特定市の計量公務員等で

スキルアップを目指す者 

H29.11. 8～11.10 3日 岐阜 30 

H29.11.28～11.30 3日 仙台 17 

合 計 （人） 606



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(387) 

８）フェロー 
【フェロー】 

（AIST Fellow） 

 

所在地：つくば中央第1、つくば中央第5、 

    中部センター、臨海副都心センター 

人 員：4名 

 

概 要： 

 フェローは、理事長の諮問を受けて、研究者の代表

として他の研究者の指導にあたるとともに、特別な研

究を行っている。 

 平成29年度は、4人のフェローを置いている。 

-------------------------------------------------------------------------- 

機構図 

フェロー   清水 敏美 

フェロー   金山 敏彦 

フェロー   大司 達樹 

フェロー   辻井 潤一 
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(2) 内部資金 

 

［研 究 題 目］領域を超越したエンジンシステム研究拠

点整備 

［研究代表者］小熊 光晴（省エネルギー研究部門） 

［研究担当者］木下 幸一、文 石洙、佐々木 基、 

小渕 存、内澤 潤子、工藤 祐揮、 

伊藤 信靖、ほか13名（常勤職員20名） 

［研究内容］ 

 これまでの「産（自動車用内燃機関技術研究組合：

AICE）」と「学（SIP 事業）」での取り組みを発展させ、

裾野の広い研究者を持つ産総研の強みを最大限に活かし

得る、領域を超越した真の連携によるエンジンシステム

の総合研究拠点を産総研に整備する。拠点設立に向け、

H29年度にコンソーシアムを設立した。研究開発として

は、RDE（Real Driving Emission）等自動車業界ニー

ズに対応したエミッション対策などを短期的テーマ、熱

効率向上や CO2排出量低減を中期的テーマと設定し、学

と産を繋ぐエンジンシステム研究のイノベーションハブ

機能を目指している。 

（1）エンジンシステム研究の学連携拠点の構築 

 a）エンジンテストベンチ整備 

 排気量2.0L クラスディーゼルエンジンの性能試験が

可能なエンジン実験室（エンジン制御システム、吸排気

システム、燃料供給ライン、冷却水系統整備、消火設備

など）の整備準備を行った。 

 b）エンジンシステム研究の学連携拠点の構築 

 内燃機関の高度化にかかる共通課題の研究を、産学官

との連携を図りながら推進していくためのプラットホー

ムを目指し、内燃機関産学官連携コンソーシアムを設置

（H29年6月30日）した。自動車業界からのニーズを受

け取り、アカデミアの力を結集して効率的な課題解決を

持続的に実施できることを目指し、自動車用内燃機関技

術研究組合（AICE）と連携しながら、運営の軌道に乗

せるべく活動中である。 

（2）見えなかったものを見る、測れなかったものを測

る現象解明研究 

 a）EGR デポジット生成メカニズム解明研究 

 「EGR 凝縮水挙動解明およびデポジット堆積予測技術

研究」を AICE の H29～H30年度新規テーマとして開始

した。AICE 組合員 OEM9社＋サプライヤや計測・分析

メーカ等11社の全20社による WG を運営し、茨城大学、

東京工業大学及び東海大学と連携し、デポジット生成予

測モデルの構築を目指し実施中である。 

 b）X 線技法による燃料噴霧の詳細解析 

 戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）の「革

新的燃焼技術」や、民間共同研究等での推進を継続して

いる。鉄ノズル内部流の現象解明を可能とする計測技術

の開発と、エンジン開発に活用できる新たな噴霧予測モ

デルを H30年度末までに構築する予定である。 

（3）産業ニーズ対応と標準化・標準物質開発の一体化

研究 

有用な共通 soot 試料を開発・作成するため、soot 構成

成分の全体把握を目的とした基礎検討を実施した。市場

回収した soot 試料に対し、これまでとは異なる処理方法

や測定方法を適用することにより、soot 構成成分の全容

解明を試みている。関連事業として、1件の技術コンサ

ルティングを実施した。 

（4）モビリティエネルギーの在るべき姿評価研究 

 代替燃料を用いたエンジン燃焼評価研究を、民間企業

との新規共同研究として契約締結に向けた調整作業を実

施した。エンジン性能評価と共に、Well to Wheel（燃料

採掘からエンジン排気まで）での LCA 評価も検討する。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］エンジン、内燃機関、燃焼、ディーゼル、

ガソリン、新燃料、LCA、産学官連携、

研究拠点 

 

［研 究 題 目］熱電発電モジュールの仕様の標準化（平

成29年度標準化 FS 課題） 

［研究代表者］山本 淳（省エネルギー研究部門） 

［研究担当者］山本 淳（省エネルギー研究部門）、 

舟橋 良次（無機機能材料研究部門） 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 熱電発電技術は未利用熱エネルギーの有効活用法とし

て注目を集めている。発電システムを構築する際の最小

構成部品は熱電発電モジュールと呼ばれ、現在耐熱温度

が200 ℃程度の製品が市販されている。今後はより多く

の種類の熱電モジュールが開発され、商取引が活発にな

ると考えられている。 

 熱電発電モジュールの性能は、一般に特定の温度条件

のときの発電出力や発電効率で表される。しかしこれら

の特性値の計測方法については、まだ決められた手法が

存在しない。このため、本研究では、モジュールの発電

出力の計測手法について将来の国際標準化を目指して、

検討を行った。研究では計測対象となるモジュールの設

計、試作、評価を行い、また発電効率の精密評価、耐久

評価、振動評価など複数の項目について、計測の手法に

ついて検討を行った。 

 合金を使用した熱電発電モジュールでは500 ℃まで

の範囲で繰返し精度や温度計測誤差のデータを集積した。

また酸化物セラミクス熱電発電モジュールを使用して

700 ℃の高温での計測や、温度差一定の耐久性評価、ヒ

ートサイクル試験、振動試験等を実施し、良好な熱電発

電モジュールの耐久性を確認した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］熱電発電モジュール、発電出力、 

発電効率、耐久性 
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［研 究 題 目］温度変化で発電するモバイル発電器 

［研究代表者］山本 淳（省エネルギー研究部門） 

［研究担当者］山本 淳、藤井 孝博、李 哲虎 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

温度差や微小な温度変化から電力を回収する新しい

原理について、筑波大、高エネ研、東京大学、物材機構、

産総研が連携して研究を実施した。温度変化や温度差を

直接電力に変換する原理として最も一般的なものはゼー

ベック効果であるが、本研究では筑波大が提唱する正極

／活物質／負極といった二次電池と同じ構造を持つセル

を使用した熱・電気変換の現象論的な解明をすすめた。

起電力の温度係数が正の物質と負の物質を組み合わせる

ことにより温度変化に伴う起電力変化の大きいセルが得

られ、高温と低温を繰り返す間に充放電を行うことで、

原理的にエネルギー利得があることを解明した。物性値

の温度依存性変化により状態変化サイクルの中でエネル

ギー利得がある事例についても調査を行った。同様に、

半導体のゼーベック効果ではなくβアルミナ内のナトリ

ウムの活量変化を電力として取り出すアルカリ金属熱電

変換についても電極構造について検討を行った。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］温度差、環境発電、熱起電力、電気化学 

 

［研 究 題 目］水試料中ペルフルオロアルキル化合物

（PFASs）分析法に関する国際標準規格

化 

［研究代表者］谷保 佐知（環境管理研究部門） 

［研究担当者］谷保 佐知、山下 信義、山﨑 絵理子 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 ペルフルオロオクタンスルホン酸（PFOS）は残留性

有機汚染物質に関するストックホルム条約（POPs 条約）

で製造や使用が規制された化学物質である。POPs 条約

ではPFOSの代替ができない用途に適用除外規定が設け

られたが、現在この適用除外がさらに必要か検討が進め

られている。そのため代替物質を評価するための分析法

の国際標準化が必要である。また、ペルフルオロオクタ

ン酸（PFOA）やペルフルオロヘキサンスルホン酸

（PFHxS）とそれらの塩は現在 POPs 条約への追加が検

討されている。本研究では、PFOS/PFOA やその代替物

質を含むペルフルオロアルキル化合物（PFASs）の高感

度高精度な分析方法を開発し、国際標準規格の発行を目

的とした。 

 本年度は、委員会原案（CD）を作成し、委員会に回付

し承認された。また、前会議で要請された保存期間中の

安定性確認試験を実施したが、CD 投票時に新たな測定

物質の追加が提案されたため、その測定物質も含めた安

定性確認試験を再度行った。 

 さらに、CD 投票の際に上がったコメントにより修正

した ISO/CD 21675（revised）案の測定方法を用いてラ

ウンドロビンテストを実施した。TC 147（水質）内に参

加機関の募集を回付したほか、PFAS 研究機関や分析機

関へ個別に案内した。さらに2つの国際学会でも参加者

を募集し、ISO の周知も図った。その結果、およそ50機

関からの参加申し込みがあり、12ヵ国34機関に参加を依

頼した。試料は飲料水・河川水・海水・排水を選定し、

試験試料を参加機関に配布し、11ヶ国27機関から試験結

果が報告された。次回総会にて、本試験結果の解析結果

を含めた国際規格原案（DIS）案を提示し、議論を行う

予定である。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］国際標準化、ISO、ペルフルオロアルキ

ル化合物 

 

［研 究 題 目］次世代電力機器評価施設の拡充による地

元企業等との連携強化 

［研究代表者］百合野 真司（再生可能エネルギー研究

センター） 

［研究担当者］大谷 謙仁、菅原 秀一、末包 和夫、 

志田 浩義、吉岡 康哉、合田 忠弘、 

竹中 清（常勤職員1名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

 グローバル認証基盤整備事業で産業技術総合研究所福

島再生可能エネルギー研究所に設置されたスマートシス

テム研究棟の機能について、利用企業等の要望を踏まえ

て機能拡充することによって、同棟の有効利用拡大を目

指した。具体的には主に以下の内容を実施した。 

① 次世代型パワーコンディショナ（スマートインバー

タ）に対応させ、スマートインバータ機能開発と試験

を実施できるように、リアルタイム電力系統シミュレ

ータ RTDS を用いてスマートインバータの試験を

HIL（ハードウェア・イン・ザ・ループ）手法で行う

ための研究を実施した。 

② 国内最大規模の電波暗室の利用価値向上のため、サ

イトアッテネーション特性等の性能評価を実施した。

また、EMC 計測事業者との連携による利用拡大を目

指し、EMC 試験におけるラウンドロビンテスト手法

を検討し、実験による評価を行った。 

③ 電気安全環境研究所が製品評価技術基盤機構

（NITE）から大型パワーコンディショナに関するタ

イの試験規格に基づく試験所として初めて認定される

ことを支援し、地元企業等の国内企業がタイ向け海外

認証試験を国内で行えるようにした。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］太陽光発電、電力変換、国際標準化 

 

［研 究 題 目］TIA 拠点を活用したパワーエレクトロニ

クス技術の橋渡し研究 

［研究代表者］奥村 元（先進パワーエレクトロニクス
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研究センター） 

［研究担当者］奥村 元、坂本 邦博、原田 信介 

（常勤職員14名、他約30名） 

［研 究 内 容］ 

西5D 棟クリーンルームに完備された SiC パワーデバ

イスの4インチ量産試作ラインをGaNパワーデバイス試

作にも利用できるように、新たな連携が見込まれる企業

と協議しながら、デバイスプロセス装置の SiC、GaN デ

バイス共用化を進めると共に、共用が困難な GaN ドラ

イエッチング装置とタングステンメタル CVD 装置を新

たに導入した。 

SiC-MOSFET の更なる低オン抵抗化として、1.2 kV

耐圧クラスのスーパージャンクション（SJ）構造のマル

チエピタキシャル法による形成プロセスを確立し、トレ

ンチ MOSFET と組み合わせることで同耐圧クラスの

SiC デバイスで世界初となる SJ-MOSFET を実現し、ス

イッチング試験および短絡耐量試験に成功した。 

オール SiC モジュールを構成する SiC-SBD の代わり

に SiC-MOSFET に構造的に内包されている PiN ダイオ

ードが使えればSBDが不要となり低コスト化できるが、

SiCのPiNダイオードには順方向に電圧をかけていると

電流が徐々に低下してしまう順方向劣化があり、従来型

SiC-MOSFET には信頼性に問題があった。これに対し

て西5D 棟で量産レベル開発に成功したトレンチ

MOSFETをベースにトレンチSBDを内蔵した独自構造

である SWITCH-MOS を開発し、耐圧1200 V クラスで

世界初となる順方向劣化が無い高い信頼性を有する

SiC-MOSFET を実現した。この成果は2017年12月にプ

レス発表している。 

西SCR棟クリーンルームSiC 6インチ試作ラインの整

備を引き続き進めるとともに、短リードタイム運用に向

けた量産試作技術ノウハウの蓄積を進めた。H29年度は、

プロセス開発実験213枚、VMOS 等デバイス試作97枚を

投入した。H29年度末現在、VMOS 換算で月産30枚程度

の試作を行っている。技術開発と同時に、テクノブリッ

ジ型共同研究の枠組みを構築し、共同研究相手先企業が

SCR6インチ試作ラインを用いて秘匿性の高い研究開発

も行える体制を整えた。 

 SiC 6インチ試作ラインでは、車載用など大きな市場が

想定される、耐圧1.2 kV の低損失 VMOSFET の量産試

作技術開発を先行して実施した。試作した素子は共同研

究相手先で実装され、実機評価に供されている。 

 また、産総研主導で H28年度に西5D 棟4インチ試作ラ

インで開発した、耐圧13 kV を越える SBD と MOSFET

を、SCR6インチ試作ラインで試作するためのプロセス

移植に着手した。 

 これらの素子を実装する15 kV 耐圧 TO268表面実装

パッケージの開発を進め、高圧電源を開発するチップユ

ーザが放電の不安無く使える高信頼パッケージを開発し

た。 

 耐圧13 kV を越える超高耐圧素子は、産業用や理科学

機器用電源を開発する TPEC 応用研究パートナーから

の供給要請が強い。しかし、応用が多岐に及び、他品種

少量生産にとどまるため、なかなか半導体製造企業が製

品開発行わない。そのため、市場で入手できる製品が無

く、事実上世界で産総研の TIA パワーエレクトロニクス

拠点のみが供給できるものである。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］SiC、GaN、パワーデバイス、量産試作、

TPEC、SCR 

 

［研 究 題 目］産業保安分野の最適管理を実現するリス

ク評価・管理手法の確立 

［研究代表者］恒見 清孝（安全科学研究部門） 

［研究担当者］恒見 清孝、小野 恭子、林 彬勒、 

井上 和也（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

これまでの産業保安分野における安全性評価は、限定

された条件下でのハザード評価で安全性のみを強調し、

想定以外のことが起こった場合の質問に答えられない。

また、技術性能を個別かつ詳細に規定することで安全を

担保しているが、コストと人的資源が増大し、イノベー

ションを阻害している懸念がある。 

そこで、ハザード管理からリスク管理への転換を促し、 

リスク許容基準で判断して企業や現場に即した柔軟な管

理手法を提供するために、産業分野のリスク評価（火薬

類、都市ガス、高圧ガス）と、新規技術プロセスのリス

ク評価（アンモニア混焼発電）を実施する。平成29年度

は、以下の研究・調査を実施した。 

（1）事故発生状況調査 

アンモニア取扱施設における漏洩頻度について既存文

献を調査するとともに、国内のアンモニア取扱施設にお

ける事故件数を調査した。その結果、冷凍・冷蔵、貯蔵

設備からの漏洩が多く、弁、管、継手、貯槽の不具合に

よる事故が多いことを明らかにし、アンモニア取扱施設

においても事故頻度を機器別に推定できるデータを整理

した。国外で実施されている各機器の相対的重要度の感

度解析について、手法および漏洩頻度データを整理し、

これらを参照して国内施設の事故頻度を推定する基盤が

整った。 

また、アンモニア取扱施設での事故による死傷者数を

調査し、既存の被害関数とも比較しながら、事故による

ヒト被害率の推定を行う方向を明確にした。さらに、火

薬庫に関する海外の事故事例調査を実施し、施設名称、

時期、事故原因、爆発規模、ハザード種類、事故被害等

を整理した。 

（2）事故時、定常時の影響評価およびリスク評価 

関東地域の21の LNG 火力発電所で、アンモニア混焼

発電を行うと仮定して、アンモニアの大気排出に伴う

PM2.5の生成によるヒト健康リスク評価を実施した。そ
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の結果、アンモニア排出に伴う二次生成物質による広域

の暴露解析が必要と判断した。 

また、アンモニアの水生生物への影響について、水中

アンモニア濃度と生物影響に関する文献調査を行った。

その結果、水温と pH の急性毒性影響への影響が大きい

ことが明らかになり、水域のアンモニア濃度解析におい

て、pH と水温に配慮した暴露解析が必要と判断した。

さらに、汎用生態リスク評価管理ツール（AIST-MeRAM）

のデータベースを利用して、アンモニアによる水生生物

への有害性データを整理した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］産業保安、リスク評価、アンモニア、火

薬 

 

［研 究 題 目］社会実装を見据えたエネルギー技術評価

手法の開発 

［研究代表者］工藤 祐揮（安全科学研究部門） 

［研究担当者］工藤 祐揮、小澤 暁人、村田 晃伸、

本田 智則、高木 英行、斉田 愛子、

宮本 銀一、野津 育朗 

（常勤職員6名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

産総研で研究開発を行っている各種エネルギー技術を

社会実装していくための加速要因・阻害要因を特定する

とともに、社会実装による製品や産業への連鎖を通じた

影響や波及効果を把握するための、技術評価の枠組みを

構築する。平成29年度は最適化型エネルギーシステムモ

デル MARKAL を用いて、モデルに用いるパラメータの

不確実性が、わが国の将来のエネルギーシステムに与え

る影響を分析し、将来の水素導入量に左右するパラメー

タを特定した。また電力の平均価格が算出できるように

MARKAL モデルの改良を行い、将来に向けた電力価格

の変化に関する知見を得た。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］エネルギー技術、社会実装、エネルギー

システムモデル、波及効果 

 

［研 究 題 目］新材料・新技術の環境評価と評価基盤の

整備 

［研究代表者］田原 聖隆（安全科学研究部門） 

［研究担当者］田原 聖隆、塚原 建一郎、 

小林 謙介、藤井 千陽、横田 真輝 

（常勤職員2名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

研究現場において、研究開発中の技術の環境適合性を

LCA によって評価しておくニーズが高まっており、国家

プロジェクトにおいても LCA が組み込まれる場合が増

えている。これに伴い、企業や産総研内の新材料や新技

術開発現場から、特にインベントリデータ作成を伴う環

境負荷分析の共同提案や共同実施の申し込みが多くなっ

ている。産総研内でも LCA 研究者と新技術の開発者が

早い段階より協同して LCA に取り組むことで、評価に

用いるデータベースそのものの精度向上のみならず、新

技術開発へのLCAのフィードバックやLCA視点を含め

た技術の橋渡しなどの利点が期待されている。また、我

が国最大のインベントリデータベース IDEA は、UN 

environment が中心に実施している国際的枠組みの

GLAD（Global LCA Data Access）の参加 DB（Node）

の1つとして対応を実施している。参加 DB としてデー

タの相互利用に当たりフォーマット変換などのツール作

成などは完了しているものの、更なる技術的な課題の克

服が必要とされている。加えて、IDEA としても、グロ

ーバルサプライチェーンへの対応としてアジア地域のデ

ータの拡充をさらに行う必要がある。 

そこで本課題では、産総研内の新材料開発研究と、新

技術開発の2つのプロジェクトにLCA評価を実施すべく

連携を開始した。また、海外との連携を目的として

GLADのプロトタイプのデータベースへ IDEAを試験的

にアップロードし、2018年の秋から本格運用へ技術的課

題抽出などへも貢献した。加えて、韓国、台湾、ベトナ

ム、インドネシア、マレーシアのインベントリデータを

IDEA のプロセスデータをベースに、製品製造時に使用

される燃料種とエネルギー消費量を各国の状況に反映さ

せ、その国の状況にカスタマイズしたデータベースを作

成した。昨年度のタイ、中国を合わせた7カ国で、我が

国のアジア地域の輸入を9割以上カバーできるようにな

った。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］インベントリデータ、データベース、海

外連携 

 

［研 究 題 目］爆発影響低減化に関する研究開発 

［研究代表者］緒方 雄二（安全科学研究部門） 

［研究担当者］緒方 雄二、若林 邦彦、松村 知治、

杉山 勇太、久保田 士郎、椎名 拡海、

佐分利 禎、牧野 良次、松木 亮 
（常勤職員9名） 

［研 究 内 容］ 

今年度の火薬類の大規模野外実験では、地中式火薬庫

の保安距離評価に関する実験と火薬類の性能評価に関す

る実験を実施した。これらの実験では、火薬類取締法の

改正に必要なデータを取得することを目的としている。

地中式火薬庫に関する実験では、火薬類の爆発で発生す

る爆風や地盤振動等を計測することで、火薬類の保安距

離に対して指向性と爆風圧低減効果が確認できた。火薬

類の性能評価においては、煙火玉の殉爆試験を実施し、

煙火玉周囲に設置した緩衝材が殉爆に及ぼす影響を調査

した。また、コンポジット推進薬の燃焼実験を実施し、

放射熱を評価した。高圧ガス関係では、水素の導管供給

において、他工事掘削抗内での漏洩を想定し、室外実験
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及びシミュレーションを用いて調査した。爆風圧、放射

熱、火炎挙動について評価し、抗内漏洩条件では特に爆

風圧の影響が顕著であることを示し、水素の漏洩条件と

爆風圧との関係を明らかにした。シミュレーションと実

験結果とを比較し、いくつかの条件で良い一致を得た。 
［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］火薬類、火薬類保安実験、性能評価、爆

風、放射熱、地盤振動、飛散物、保安距

離、水素、導管供給、漏えい、着火、火

薬類取締法 

 

［研 究 題 目］放射能汚染に対する効果的なリスク管理

のための計測・評価技術の開発と適用 

［研究代表者］内藤 航（安全科学研究部門） 

［研究担当者］内藤 航、小野 恭子、黒澤 忠弘、 

鈴木 良一、金京 淑、小川 宏高、 

上坂 元紀（常勤職員6名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

福島における放射線に関わるリスク問題の解決には、

現場で何が問題となっているかを的確に把握し、その問

題解決に資する科学的エビデンスや評価・計測技術を、

それらを活用するユーザー（個人や行政）が利用しやす

いかたちで提供することが重要である。産総研の有する

高い情報・計測・評価の技術や体制は、そのような課題

の解決に大きく貢献できるポテンシャルを秘めており、

利害関係者（例えば被災住民、除染特別地域の自治体、

相談員制度担当者等）からの期待も高い。本研究では、

福島における放射能汚染に対し、地域や個人の状況に応

じた効果的な対策に資する放射線計測・評価技術の開発

を行う。 

平成29年度の主な成果は次の通り。個人の行動パター

ンに応じた実態に合う将来の被ばく線量の評価を行うツ

ール（Web 版）のプロトタイプを開発した。地図上の任

意の地点を選択すると航空機モニタリングによる空間線

量推定値が表示・利用できる GUI を構築した。評価ツー

ル内の推定式で用いるパラメータの妥当性評価のための

データ取得と整備を行った。被災住民の放射線管理に資

する信頼できる計測技術と被ばくを効果的に低減させる

方法を知るための計測技術の開発を行い複数の地点にお

いて実証調査を行った。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］福島、放射性物質、被ばく線量、線量計

測、リスク、除染廃棄物、リスクトレー

ドオフ 

 

［研 究 題 目］メダカを使ったフェノタイプ  スクリー

ニングシステムの開発（戦略予算） 

［研究代表者］新家 一男（創薬基盤技術研究部門） 

［研究担当者］出口 友則（バイオメディカル研究部門）

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 全ての薬剤開発において、パイプライン化合物へ前進

させるには個体（動物）レベルでの薬効評価は必須であ

る。本技術開発では創薬スクリーニングも可能な究極の

個体レベルでのハイスループットスクリーニング系を構

築することを目的に、疾患メダカモデル等を用いて産総

研が世界に誇る天然物ライブラリーを適用し、アッセイ

系のファインチューニングを行うと共にヒット化合物の

取得を目指すことを目的に研究開発を行った。 

メダカを用いたスクリーニングは、究極の表現型スク

リーニングの一つと考えられ、スループットの高いスク

リーニングシステムが構築できれば、医薬品開発を大き

く加速することが期待される。本研究開発では、臨海セ

ンターでハイスループットスクリーニング用に整備して

いる、サンプル分注機およびイメージングアナライザー 

（Opera Phoenix）に適合するメダカ観察用プレートの

開発を行った。このプレートは、96もしくは384ウェル

プレートの底部に、観察時の成長ステージにあるメダカ

胚や稚魚の形状にあった形の穴を作ることで、メダカを

全てのウェルで同じ向きに揃えて観察できるものである。

3次元計測および3Dプリンターを用いた試作を繰り返す

ことで、高い整置率と384ウェルでの実現を世界で初め

て成功した。また、本プレートを用いて、産総研独自の

リンパ管可視化メダカを用いて、阻害剤セットでの活性

評価検証を開始し、形態変化を誘導する化合物も見出す

ことにも成功した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］メダカ、ハイスループットスクリーニン

グ系、最小個体動物モデル 

 

［研 究 題 目］近赤外波長域を利用した医療用画像シス

テムの国際標準化研究 

［研究代表者］池原 譲（創薬基盤研究部門）  

［研究担当者］榊田 創（電子光技術研究部門）、 

岡崎 俊也（ナノチューブ実用化センタ

ー）（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 医療画像システムのコアとなる超1000 nm 域の近赤

外画像技術は、水や脂質に特徴的な光吸収を検出して画

像化する産総研発の技術である。従来の技術では、描出

が困難であった臓器や神経を造影剤の使用なしに可視化

可能としている。当該技術の医療分野における利用を実

現するには、安全性と基本性能を鑑みた画像システムの

規格・標準化が不可欠であるが、これが十分に整備され

ていない状況にある。そこで本研究では、近赤外波長域

を利用した医療用画像システムの国際標準化を実現する

ため、必要技術、関連製品、そしてその他構成部品等を

対象に、国際標準化の可能性を調査研究した。 

［年度進捗状況］ 

 調査研究を通じて、同波長域を画像診断や手術ナビゲ
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ーションでの利用を普及させるには、医療機器認証で使

用する規格の整備が不可欠であることが明確になった。

とくに、医用照明の規格・標準で使用されている照度単

位ルクス（lx）は、近赤外波長域を利用した医療用画像

システムにまったく対応できていないことから、これに

代わる照度単位を設定し、これを使用した国際規格を準

備することの必要性が明らかになった。以上の調査研究

の成果より産総研は、戦略的国際標準化加速事業に応募

し、近赤外波長域を利用した医療用画像システムに関す

る国際標準化を先導することに決定した。 

［領 域 名］生命工学、エレクトロニクス・製造、材

料・化学 

［キーワード］近赤外、画像システム、国際標準 

 

［研 究 題 目］臨床用ヒト iPS 細胞作製技術の確立と産

総研発ベンチャーによる実用化 

［研究代表者］中西 真人（創薬基盤技術研究部門） 

［研究担当者］中西 真人、佐野 将之、吉田 尚美、

宮腰 ゆり、廣瀬 由美 

（常勤職員1名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 現在、日本と米国と中心に、臨床用 iPS 細胞を活用し

た再生医療の準備が進められている。しかしながら、iPS

細胞作製技術への深い理解を伴わずに細胞バンクの作製

が進められた結果、その品質には疑問が持たれることと

なった。特に問題なのは、iPS 細胞の作製過程に特徴的

な DNA 二重鎖切断によるゲノム DNA の変異であり、

現在の細胞バンクで採用されている技術では効率最優先

で DNA 二重鎖切断の増加に目をつぶっているため、作

製した iPS細胞の安全性を確保するために多数の iPS 細

胞株の全ゲノムシークエンスを行うなど、多額の資金を

投入している。 

 本戦略予算では、iPS 細胞の作製過程に特徴的な DNA

二重鎖切断がなぜ生じるのか、その原因を検討すると共

に、解決策を見いだして安全性の高いヒト iPS 細胞の樹

立技術を確立することを第一の目標としている。さらに、

その結果を産総研技術移転ベンチャー「ときわバイオ株

式会社」に移転して、臨床用 iPS 細胞作製の標準技術と

して世界展開することを目指している。 

 本年度は、iPS 細胞の作製過程に特徴的な DNA 二重

鎖切断の原因を調べ、その解決策を探った。その結果、

国内の iPS 細胞バンクで採用している技術ではほぼ

100 %の細胞で生じている DNA 二重鎖切断が、産総研

で開発された最新技術では10 %台にまで抑制できてい

ることを見いだした。次年度は実際にこの技術で末梢血

から iPS 細胞を樹立し、実際に変異の発生率が低下して

いることを実証して、技術の普及につなげる予定である。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］iPS 細胞、再生医療、細胞バンク、突然

変異 

［研 究 題 目］日印融合を基幹としたバイオ研究の戦略

的アジア展開 

［研究代表者］近江谷 克裕（バイオメディカル研究部

門） 

［研究担当者］近江谷 克裕、ワダワ レヌー、 

カウル スニル、大西 芳秋、 

戸井 基道、加藤 薫、落石 知世、 

栗田 僚二、冨田 辰之介、田村 具博 

（常勤職員10名） 

［研 究 内 容］ 

 産総研・インド DBT 間 MOU 協定をベースとして設

立された DBT-AIST ジョイントラボ（DAILAB）の運営

を通じてアジア地域との広い連携を可能とする集中研究

機能、人材育成機能及び国内バイオ技術の普及機能を持

った研究ハブの強化・拡充を目標とする。特に、本ジョ

イントラボでは AIST と DBT の健康・医療分野におけ

る更なる研究協力の推進と人材育成を含めた研究者交流

を実施する。具体的成果は、1）これまでのインドでの

DAILAB 共同研究活動が評価され、DBT より約8,500万

円／年の3年間（更新有）の共同研究契約を締結した。2）

IIT-GuwahatiとMTAを締結して微生物研究に関する研

究を加速した。3）企業との連携関係を構築し、外部連

携7件を達成した。4）研究成果を知財に関して3件特許

申請した。また、研究成果を30報を超える国際学術雑誌

に成果発表したのみならず、総説や国際学会にて情報発

信した。5）平成30年1月にインド若手研究者を含めたア

ジア若手研究者のための最先端技術ワークショップを実

施した。本ワークショップには国内イメージング関連企

業ニコン、オリンパス、アトー社が参加、協力した。6）

ジ ョ イ ン ト ラ ボ 主 催 の ネ ッ ト ワ ー ク 講 演 会

（DAILAB-CAFÉ、日本を中心とした中国、韓国、イン

ドネシア、インドを繋げる）を5回、DAILAB のセミナ

ーをインドで2回、国内で1回実施、産総研のポテンシャ

ルを紹介すると共に、アジアのバイオ関連の若手研究者

の育成を実施した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］イメージング、スクリーニング、国際連

携 

 

［研 究 題 目］「きぼう」利用高品質タンパク質結晶生成

実験に係る研究開発 

［研究代表者］近江谷 克裕（バイオメディカル研究部

門） 

［研究担当者］近江谷 克裕、三谷 恭雄、安野 理恵、

久保田 智巳、光田 展隆、梶 裕之 

（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

 生命現象を的確に捉えるため、バイオイメージング技

術は必要不可欠になっている。本研究では、発光タンパ

ク質の改変技術を用いて、生命における基本的現象の探
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索ツールとなりうる生体イメージングプローブやそれに

関わるシステムの開発を目指すものである。特に発光タ

ンパク質の構造を明らかにすることで、生体イメージン

グ技術の応用を見据えた発光基質設計・発光強度増強・

発光色の制御・融合フラグメントの導入部位に係る基礎

的知見を獲得する。本年度は国際宇宙ステーションの「き

ぼう」日本実験棟において、宇宙環境を利用した高品質

なタンパク質の結晶生成を行うため、発光タンパク質に

ついての結晶化条件の探索を行う。条件の最適化が完了

した場合、宇宙実験による結晶生成及びそのタンパク質

の構造機能相関の解明につながる精密な立体構造解析及

びその応用に係る研究を行うこととする。これまでに、

ウミホタルルシフェラーゼを植物細胞等で発現、精製し

たサンプルの結晶化を目指したが、糖鎖の影響のため、

均一なタンパク質を得ることができなかった。そこで、

ウミホタルルシフェラーゼ中にある2か所の糖鎖部位を

改変し動物細胞で発現させ、糖鎖の機能を調べた結果、

糖鎖部位を改変した場合、発光活性は数分の1程度に低

下するが、本質的に発光活性に影響しないことが判明し

た。現在、糖鎖を削除した変異体を動物細胞、植物細胞

で発現させ、タンパク質を精製中である。また、天然の

ウミホタルルシフェラーゼを取得、糖鎖を切断したもの

を精製中である。次年度以降、糖鎖を欠失させたウミホ

タルルシフェラーゼの結晶化を目指す。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］イメージング、結晶化、ルシフェラーゼ 

 
［研 究 題 目］ナノイメージングソリューションズ 

［研究代表者］山田 澄人、近江谷 克裕（バイオメデ

ィカル研究部門） 

［研究担当者］近江谷 克裕、小椋 俊彦、加藤 薫、

佐藤 主税、戸井 基道（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 産総研が蓄積してきた、「先端且つ多様なイメージング

技術」、「画像処理技術や AI 応用技術」を融合し、世界

でオンリーワンの高感度・高機能イメージング技術を確

立し、世界に冠たるナノイメージング研究拠点の確立を

目指す。具体的には、下記に記載する4つの研究テーマ

を実施、ナノ材料や生体試料のありのままの姿が見える

技術を開発及びコンサルタント事業を推進する。研究課

題、目標、研究成果は、以下の通り。 

●新誘電率顕微鏡（小椋）：「溶液中のウィルス、有機ナ

ノ粒子を高分解能での No ダメージ観察技術」のコンサ

ルタント事業の展開、及び企業との共同研究契約の元、

汎用機の試作を継続した。 

●超解像顕微鏡（加藤）：「生きた細胞の中を覗く世界で

最も分解能の高い（30 nm）超解像顕微鏡」を目指し、

検出限界を超える波面制御技術の開発を目指し、超解像

顕微鏡の最適化を実施した。また、超解像顕微鏡をベー

スにしたコンサルタント事業を展開した。 

●Cryo-TEM 単粒子解析技術（佐藤）：「結晶化の難しい

タンパクの高次構造解析迅速化技術：分解能2 Å以下」

を目指し従来法の革新とサンプル作成の最適化を

検討した。 

●スマートイメージングシステム（戸井）：「人工知能の

力を組み込んだ画像解析手法」を開発、医療や創薬に関

わる画像解析のコンサルタント事業を展開、また企業と

製品化を目指した共同研究を開始した。 

［領 域 名］生命工学   

［キーワード］イメージング、電子顕微鏡、光学顕微鏡 

 

［研 究 題 目］オンチップ PCR 搭載型マラリア診断装

置開発 

［研究代表者］片岡 正俊（健康工学研究部門） 

［研究担当者］片岡 正俊、山村 昌平、梶本 和昭、

橋本 宗明、飯田 健次郎（物質計測標

準研究部門）（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 マラリアはハマダラ蚊を媒介昆虫とするヒト赤血球へ

の寄生虫感染症で、年間患者数2億人を数える世界3大感

染症の一つであり、その根絶には感染者の早期検出・治

療が不可欠である。 

 原虫検出に関して、産総研のオリジナル技術であるマ

イクロチップ細胞整列技術を基に、民間企業との共同研

究により、マラリア原虫の低感染状態で症状のない無症

候マラリア患者検出も可能な CD 型超高感度マラリア原

虫検出装置を開発している。現在、フィールド使用に向

け操作法を含めた改良を進めている。一方、治療面では

治療薬選択のための感染マラリア種の同定と薬剤耐性の

判定が課題になる。 

 このため我々は、検出場として用いてきたマイクロチ

ャンバーを遺伝子増幅場としても利用することで、感染

種の同定・薬剤耐性の判定が可能で、且つインフラの乏

しい流行地域でも利用可能なオンチップ PCR 搭載型マ

ラリア診断装置の開発を進めている。本装置によってフ

ィールドでの感染者検出から治療薬投与までの一気通貫

の処置が可能となる。臨床検査・治療法との一体的開発

を行うため、マラリア流行域での現地医療機関との連携

を行っている。さらに本技術の展開として、血液中に存

在してがん転移の指標となる循環がん細胞やがん幹細胞

を対象とするがん細胞の一細胞検出・機能解析用診断技

術開発を、大学医学部や企業との共同研究により展開し

ている。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］マラリア、循環がん細胞、医療機器開発、

一細胞機能解析 

 

［研 究 題 目］細胞内シグナル伝達の網羅的解析システ

ム（戦略予算） 

［研究代表者］堀本 勝久（創薬分子プロファイリング



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(395) 

研究センター） 

［研究担当者］福井 一彦、五島 直樹、 

鍵和田 晴美、福田 枝里子 

（常勤職員5名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

 産総研の資産である HuPEX（管理：五島）収納のク

ローンによるタンパク質を有効活用して、細胞において

情報伝達を担うリン酸化活性化アレイ解析技術の開発を

行った。初年度（28年度）、リン酸化活性化の計測可能

性をカーボン基板のアレイにより確認し、次年度（29年

度）より、情報伝達を担うパスウェイを構成するタンパ

ク質群をガラス基板に搭載するようにデザインしたアレ

イによる計測・解析システムのパッケージ開発（担当：

堀本、福井、鍵和田）と、HuPEX においてリン酸化関

連クローンの充実と網羅的計測を目的としたカーボン基

板アレイの開発（担当：五島、福田）を行った。ガラス

基板を用いた計測・解析パッケージが完成し、「どのパス

ウェイが活性化もしくは不活性化しているのか」という

要求にサンプル受領のみで応えることが可能になった。

本格的な解析サービスの提供のため、独自で性能検証を

行うと共に、臨床系医学部を中心に細胞株及び検体での

共同研究を多数行い、極めて良好な結果が得られた。現

在、アカデミアとの本格的な研究段階に進むと共に、

AMED のパイロット研究において活用されることが決

まっている。また、アレイ計測・解析パッケージによる

世界のデファクトスタンダードを目指して、計測・解析

を一体化した専用機器の開発中である。 

今年度の成果は、以下のとおりである。 

・377のシグナル伝達経路（1169構成タンパク質）を搭

載するようデザインされたガラス基板リン酸化活性化

アレイを開発し、計測データから活性化パスウェイを

推定するソフトウェアを完成させ、パッケージ化を実

現。 

・解析パッケージを活用した薬効機序及び薬剤抵抗性機

序の解明のため、聖路加病院（慢性白血病）、慶応義塾

大学医学部（肺癌）、東海大学医学部（乳癌）、岡山大

学医学部（肺癌）、金沢大学医学部（肝炎）、徳島大学

医学部（肝癌）と外部連携6件を達成した。 

・カケンジェネックス（株）と共同で、自動リン酸化反

応の試作機を完成した。 

・パッケージ化に関する2つの特許を出願した。 

［領 域 名］生物工学 

［キーワード］リン酸化活性化、タンパク質アレイ、数

理システム解析、ネットワーク解析 

 

［研 究 題 目］スポーツ用義足の研究開発を通じた障害

者スポーツ市場開拓への挑戦 

［研究代表者］保原 浩明（人間情報研究部門） 

［研究担当者］保原 浩明（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

障害者スポーツでは高機能な用具を巧みに使いこなす

ことが競技力向上に必須である。しかしこうした用具の

多くは高額で大型の海外製品であり、日本人の体格、運

動特性を全く加味していない。そこで本プロジェクトで

は、人間計測技術および情報工学手法を用いて、人間－

義足系の客観的評価法を構築し、製品開発、部品の国際

認証、標準化、リハビリテーションの提案等を行い、障

害者スポーツにおける市場開拓に挑戦する。 

まず、ランニング計測システムによる走速度漸増実験

を行い、義足ランナーの地面反力計測を行った。その結

果、義足側の地面反力が低中速度で頭打ちになることが

明らかになった。これは、義足側で力を発揮する際には

部品間で生じる力学エネルギー伝達をより効率よくする

必要があることを示唆している。次に、計算機支援工学

手法によりチタン合金製軽量義足コネクターを日本人選

手向けに開発した。同製品は民間企業および製造技術研

究部門と共同で製造し、2017年の世界パラ陸上選手権に

おいて日本人選手が銀メダルを獲得するに至った。その

後、更に製品を再設計し、走幅跳時の生体力学指標を計

測した。その結果、従来部品の支持部角度およびオフセ

ット位置を変更することで助走速度、鉛直および水平地

面反力を改善できることが得られた。次年度以降はこの

データをもとにさらなる製品設計を行っていく。最後に、

実レース環境におけるパラアスリートの運動指標、障害

特性およびレース情報等の相互関係を大規模に解明する

ため、クラウド上のレース動画を利用した分析を行った。

その結果、日本人の義足ランナーは外国人選手と比較し

て、一歩あたりの平均ステップ長が約10 %短いことが明

らかとなった。平均ステップ長は接地中の地面反力が支

配的なため、義足全体の応力改善が製品設計に重要であ

ることを決定付けた。なお、毎年2月に開催してきたス

ポーツ用義足の国際研究フォーラムを当該年度も開催し、

国内外の著名な研究者を招き、障碍者スポーツに関する

社会受容の促進・理解を深める活動を行っている。当該

年度は約100名が参加し、参加者も国内外の企業、医療

機関、研究機関と多岐にわたり、単なる研究開発のみな

らず、製品の国際認証および標準化の実態に関する情報

交換も行った。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］バイオメカニクス、義足、ランニング、

パラリンピック 

 

［研 究 題 目］超多様化社会に対応する革新的 IoT デバ

イスと AI クラウドを組み合わせたサー

ビス技術の開発（柏拠点戦略） 

［研究代表者］持丸 正明（人間情報研究部門） 

［研究担当者］持丸 正明、多田 充徳、村井 昭彦、 

小林 吉之、中嶋 香奈子、大隈 隆史、 

森 郁惠、梅村 浩之、小早川 達 

（以上、人間情報研究部門）、 



研 究 

(396) 

鎌田 俊英、吉田 健、植村 聖（以上、

フレキシブルエレクトロニクス研究セン

ター）、 

廣島 洋、小林 健、魯 健（以上、先

進マイクロシステム研究センター）、 

淡野 正信、赤井 智子（以上、無機機

能材料研究部門）、 

北本 大、寺岡 啓（以上、機能化学研

究部門）、 

田澤 真人（構造材料研究部門） 

（常勤職員19名、他10名） 

［研究内容 ］ 

【目標】 

 生活ビッグデータを蓄積し AI で知識化してサービス

に環流する新産業の創出を目指し、生活場面で使用でき

る IoT デバイス、生活指標の推定モデル、ユーザの心理

属性等に応じた介入技術の開発を行う。 

【研究計画】 

 生活場面の IoT デバイスとして、運動状態・負担を推

定できるウェアラブルデバイスシステム（筋電位8 ch、

100 Hz、精度80 %）を開発する。身体運動ディープデー

タを健常者20名以上で計測。そのデータベースに基づい

て IoT デバイスデータから筋力、歩行特徴推定モデルを

開発する。さらに、800名以上の定量調査で、健康維持

行動の心理行動セグメントを解明する。介入技術として、

転倒予防技術（暗い場所での蓄光ガラスによる障害物提

示）、歩行習慣化技術（快削感を賦活する素材を用いた靴）

を開発するともに、それらの有効性を検証する。これら

の基盤として、ウェアラブル筋電スーツ技術の知財化と

ともに、計5報以上の成果論文化を目指す。 

【年度進捗状況】 

上腕部に装着可能なウェアラブル筋電バンドを開発し

た。既存筋電計との比較で、デジタル信号処理後の精度

が70 %以上であることを検証した。また、人体寸法・歩

行・基礎体力データ（健常者10名）、VR システムを活用

した空間行動データ（健常者80名）を収集し、データベ

ースとして整備した。次年度は、これらのデータベース

から、ウェアラブルセンサから高度な人間機能評価指標

（筋負担、歩行特徴、転倒リスクなど）を推定するモデ

ルを構築する計画である。これらと並行して、健康維持

行動に関する心理行動特性の定量調査（800名）を実施

し、分析した。次年度は、これらの分析結果に基づいて、

簡単な質問から利用者の心理行動特性セグメントを特定

する方法論（質問紙）を開発する計画である。また、介

入技術については、蓄光ガラス障害物提示による転倒リ

スク低減効果を検証した。これらの成果として、ウェア

ラブル筋電スーツ技術の特許出願2件、論文・査読付き

学会発表、3件。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］デジタルヒューマン、人間工学、ウェア

ラブルセンサ、材料科学 

 

［研 究 題 目］Cerebral tissue oximeter の性能と安全に

関する国際標準化 

［研究代表者］谷川 ゆかり（人間情報研究部門） 

［研究担当者］谷川 ゆかり、川口 拓之、市川 祝善

（人間情報研究部門）、 

江田 英雄（光産業創成大学院大学） 

（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

近赤外光を利用して簡便に脳機能を計測可能な NIRS

装置の中でも、1照射・1受光を一つのプローブセットと

して単数ないし複数のセットをヒト頭部に設置、麻酔や

術中の酸素飽和度の時系列変化をモニタリングする

Cerebral tissue oximeter は2016年10月末に米国より

NP 提案された。この際に米国が提案した装置の性能検

査法、データ解析法は日本や EU の方式と異なる上、そ

れらの製品には非常に不都合かつ装置性能の担保には不

十分という規格であった。そこで、日本の国内対応 PT

活動および国際会議への参加や、同様に不利益が懸念さ

れる EU 各国のエキスパートと連携を図り、この規格作

成に関与し、日本の優位性の確保を目指す。また同時に

NIRS 装置開発ならびに製品化における日本の優位性を

確保するため、装置較正用ファントムや装置のデータフ

ォーマットの国際標準化の可能性についても調査検討を

行う。 

平成29年度は、Cerebral tissue oximeter 装置の国際

標準化において、米国提案の試験規格に対し、日本製品

にとって妥当と思われる国際規格提案を行うため、日本

提案のファントムを用いた性能試験方法を規格に盛り込

むべく、国際対応 PT を中心に関連規格の調査および米

国・欧州などのエキスパートらと Web や国際会議で討

議を行い、Annex の一つとして盛り込まれることになっ

た。また、NIRS 装置較正用ファントムの国際標準化に

ついて、米国・欧州等各国エキスパートも交えた検討を

行った。さらに、NIRS 装置の医療応用におけるデータ

フォーマットの標準化についても調査を行い、国際標準

化の可能性について検討を行い、3年以内の NP 提案を

目指し、各種調査の元、原案作成へと進めていくことに

なった。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］NIRS 装置、バリデーション、医療デー

タフォーマット、ファントム 

 

［研 究 題 目］運動による遺伝病情報制御の解明と応用

－仮想現実とロボティクスの融合による

高度高齢化社会支援の社会実装 

［研究代表者］持丸 正明（人間情報研究部門） 

［研究担当者］持丸 正明、村井 昭彦、金子 秀和、 
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肥後 範行（以上、人間情報研究部門）、 

吉田 英一、鮎澤 光（以上、知能シス

テム研究部門）、 

太田 聡史、横田 秀夫、野田 茂穂、 

Oleg Gusev（以上、理化学研究所） 

（常勤職員6名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

【目標】 

 高度高齢社会に向けて、薬剤によって健康を維持する

のではなく身体活動によって健康を維持するためのロボ

ット介入技術を開発するとともに、その介入によって身

体側に生じるリモデリングを遺伝子発現レベルで解明す

ることを目標とする。 

【研究計画】 

 チャレンジ研究の先導研究として、VR 介入技術の要

素技術調査と試験実装を行うとともに、げっ歯類を対象

として持続的な運動形成とそれに伴う筋内部のリモデリ

ングによる遺伝子発現状態変化を行い、研究の実現可能

性を確認する。また、研究内容全般について、より精査

を加え、平成29年度7月頃までに独創性と実現可能性を

兼ね備えた研究計画として完成させる。 

【年度進捗状況】 

 平成29年度では、げっ歯類（ラット）を対象として持

続的な運動形成を起こさせるためのトレーニング（毎日

15分1-2週間訓練）を行った。トレーニングしたラット

としなかったラット双方から試料を取得し、CAGE 法で

分析した結果、脳神経系（大脳皮質）に変化（遺伝子発

現）が生じていることを示唆するデータが得られた。ま

た、これらのげっ歯類の運動負荷をヒトに翻訳するため、

げっ歯類とヒトの筋骨格系モデルを開発し、さらに、両

者の形態学的対応に基づいてげっ歯類筋骨格系モデルを

ヒト筋骨格系モデルに変形する方法論を開発した。これ

らと並行して、VR システムで運動介入をするためのシ

ステムについて調査、検討を行った。これらの研究進捗

の確認や研究計画の精査を行うため、月1回程度の定期

全体ミーティングを実施した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］デジタルヒューマン、ロボット工学、ニ

ューロリハビリテーション、遺伝子工学 

 

［研 究 題 目］瞬きによる意思伝達装置「ブリンクコミ

ュニケーター」の実用化検討 

［研究代表者］長谷川 良平（人間情報研究部門） 

［研究担当者］長谷川 良平、稗田 一郎、中村 美子 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究の目的は、まばたきによる意思伝達装置「ブリ

ンクコミュニケーター」を開発することである。本装置

は、実用に向けた開発を行っている脳波による意思伝達

装置「ニューロコミュニケーターⓇ」（「関連した知的財

産」参照）のコア技術を用いているが、取得する信号の

性質と想定ユーザーに関してニューロコミュニケーター

とは異なっている。具体的に、まばたきと関連した眼電

位は脳波（事象関連電位）の数重倍のピーク値を持つた

めにS/N比も良く、かつ前額部と耳たぶに装着した一対

の電極で簡便に計測が可能である。ただし、本技術を使

うためには、メッセージメニュー画面の変化に対して、

タイミングよくまばたきが可能かどうかを検証する必要

がある。そこで、本年度はブリンクコミュニケーターの

試作開発を行うとともに、試作機を用いて健常者対象の

予備的実証実験を行った。 

1．試作開発・・・前額部と耳たぶに装着した電極によ

って測定されるまばたき関連電位からユーザーの脳内

の気持ちを解読し、その結果を CG/ロボットアバター

（スイッチサイエンス社製 Rapiro の改造品や近藤科

学製 KHR-3HV）に表出させるシステムを開発した。 

2．実証実験・・・計12名の成人健常者に対し実証実験

を実施した。まばたきで反応する場合、脳波の実験と

同じ絵カードのフラッシュ速度の設定（8 Hz）では速

すぎる可能性があるため、半分の速さ（4 Hz）でのフ

ラッシュ速度での解読実験も行い、両条件で解読結果

を比較した。その結果、4 Hz のみならず8 Hz でも1

ブロック（1～2秒）で95 %以上の解読精度に達するこ

とが明らかとなった。この値は、ニューロコミュニケ

ーターを用いて5ブロック（5秒間）で脳波解読を行っ

たときと同じレベルであった。 

これらの成果については国内研究会等で報告した（稗

田ほか、SATテクノロジー・ショーケース2018）。また、

一般公開や視察見学など多数のイベントにも出展し、好

評を博した。今後、最適なフラッシュ条件や解読アルゴ

リズムの改良などを行うことによって、実用的な福祉機

器候補として想定ユーザーを対象とした実証実験を予定

している。また、健常者にとっても便利な汎用ハンズフ

リーインターフェースとしての実用化を促進したいと考

えている。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］意思伝達、実証実験、眼電位、福祉機器 

 

［研 究 題 目］身体運動特徴評価結果のフィードバック

効果に関する評価研究 

［研究代表者］小林 吉之（人間情報研究部門） 

［研究担当者］小林 吉之（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、加速度センサから評価した歩き方や走り

方の特徴（個人差）をユーザにフィードバックすること

の効果を検証することを目的とする。健康増進を目的と

して、加速度センサから得られた信号から個々人の歩き

方や走り方の特徴を推定する技術は既に人間情報研究部

門で開発している（身体運動特徴評価技術）。しかし、そ

の特徴をフィードバックした際に、歩き方や走り方が変
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容するかについては科学的に検証していない。そこで本

研究では、人間情報研究部門で開発した歩行特徴評価装

置で出力される歩行年齢を用いて、歩行特徴のフィード

バックと簡単な介入を行う前後で歩行年齢を比較するこ

ととした。 

被験者は若年健常者10名であった。加速度センサを伸

縮性のあるベルトで腰部に装着し、実験者の合図で10 m

程度の直線歩行を行った。計測は計2回行い、1回目と2

回目の間に歩行年齢のフィードバックと簡単な介入（30

秒程度の体操）を行った。 

1回目と2回目の歩行年齢を比較した結果、統計学的な

有意差は認められなかったが（p=0.33）、10名中6名が2

回目は1回目よりも若々しい歩き方となることが確認さ

れた。本研究は簡易的な評価しか実施していないが、今

後より詳細な分析を行い、より効果的な身体運動特徴評

価結果のフィードバック方法を開発していく。 

［領 域 名］情報・人間工学   

［キーワード］フィードバック、歩行年齢、歩行特徴、

動作評価技術 

 

［研 究 題 目］日常生活歩行速度によるフレイルティ測

定方法と関連機器に関する国際標準化 

［研究代表者］小林 吉之（人間情報研究部門） 

［研究担当者］小林 吉之、持丸 正明 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

「フレイル」とは、ヒトが高齢になることで筋力や精

神面が衰える状態をさす。 

「Frailty 測定方法と関連機器」とは、フレイルティの

測定を、日常生活中の歩行速度変化などで測るという新

技術と測定アプリのことである。測定技術、測定器の精

度、ビッグデータの収集・解析のための測定値とそのデ

ータフォーマット等の標準化が開発対象となる。 

測定端末の機能や精度、計測結果のデータ等の標準化

がなされれば、厚労省が進めているデータヘルス計画等

での日々の生活活動を蓄積したライフログの活用から、

国の健保や民間の生命保険等への活用の突破口になる標

準開発である。 

現在、フレイルを含むヒトの身体能力の評価方法につ

いてはほとんど標準化が行われていない。そのため各社

ばらばらの基準で人の身体能力を評価しており、その信

頼性に懸念が示されている。またフレイルは、従来病院

などの施設で計測された歩行速度で評価されてきた。し

かしこのような状況での歩行速度では、対象者の意思な

どが影響するため、個々人の歩行能力を正しく反映して

いない可能性が指摘されている。そこで近年、日常生活

中の歩行速度を計測することで、より精度高く個々人の

歩行能力を評価する手法が提案されつつある。 

このような状況下で日本が主導となり新たな国際標準

を作れれば、短期的な国内企業の国際競争力増加だけで

なく、計測されたデータを用いた業界の中長期的な成長

戦略を立てることができると考えられる。 

上記のような流れの中で、2017年初春に日本規格協会

及び業界団体より、日常生活歩行速度によるフレイルテ

イ測定方法と関連機器に関する国際標準化に向けての相

談があった。産総研の役割としては、①人の計測に関す

る国際標準に長く携わった経験に基づく、国際標準化に

必要なデータの計測・整備、②それらによる円滑な標準

化事業の支援、及び③企業が持つ短期的な視野だけでな

い、業界としての中長期的な成長戦略の検討と舵取り、

の3点が求められている。 

今回検討する国際標準は、日常生活歩行速度から個々

人のフレイルを評価するものであるが、そのためには最

低限、①日常生活歩行速度によるフレイルの評価手法、

及び②日常生活歩行速度測定機器の精度検証プロトコル、

という2つの国際標準を立てる必要がある。また、その

先にはフレイル以外の指標を評価するための、より包括

的な国際標準の提案に発展できることが期待される。 

産総研からの支援を受けた本研究では、当該規格案に

ついて国内外の専門家らと議論を進めたほか、ISO が開

催した新規国際標準作成のための研修（2017年11月シン

ガポール）を受講し、より質の高い WD 案を作成するた

めの活動を行った。 

［領 域 名］情報・人間工学   

［キーワード］国際標準、ISO/TC 159/SC 3、日常生活

歩行速度、フレイルティ 

 

［研 究 題 目］量子技術と機械学習の融合による革新的

計算基盤の創成 

［研究代表者］兼村 厚範（人間情報研究部門） 

［研究担当者］兼村 厚範、林 浩平、永田 賢二、 

瀬々 潤（以上、人工知能研究センター）、 

福原 武、中村 一平、大塚 朋廣、 

中島 峻、米田 淳、武田 健太（以上、

理化学研究所）（常勤職員4名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

ムーアの法則が破綻し、ノイマン型コンピュータが発

展の限界を迎えつつあるとの現状認識・予測のもと、

2050年に向け、温暖化、エネルギー問題などの将来の社

会問題を解決するために必要な、大規模情報処理に適用

できる情報処理スキーム・技術を、量子技術と機械学習

の融合により開発することを目指している。 

ここ5年間の機械学習の発展の理由は、次の2点に集約

される。1）情報通信技術の発達により、大規模データ

が集積され、効率的な計算が可能になったこと、そして、

2）深層学習という、複雑なモデルを高精度に推定する

アルゴリズムが生まれたことである。本研究が目指すも

のはこれになぞらえて理解することができる。すなわち、

1）機械学習技術により発展させる量子コンピューティ

ングにより、物理世界を写しとった計算世界の構築を高
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速化する。2）NP 困難性で阻まれてきた機械学習アルゴ

リズム設計の壁を、量子コンピューティングにより取り

払い、高度なアルゴリズムが現実的な時間で実行できる

ようにする。これらの実現により、革新的計算基盤が創

成される。この計算基盤で、現実世界では困難なシミュ

レーション・予測を多数行い、それにより科学・工学を

発展させることで、様々な社会的課題の解決が可能とな

ると期待している。 

2017年度は、主に量子技術の深化に機械学習を用いる

ことを想定し、量子状態制御の最適化や各スピン揺らぎ

の状態推定に取り組んだ。今後は、各研究課題の推進、

長期的視野で取り組むためのチームビルディング、長期

研究計画の策定などに取り組む予定である。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］量子技術、機械学習、人工知能、シミュ

レーション 

 

［研 究 題 目］嚥下活動計測用センサシートの計測性能

向上方法の検討 

［研究代表者］遠藤 博史（人間情報研究部門） 

［研究担当者］遠藤 博史、井野 秀一、近井 学 

（以上、人間情報研究部門）、 

大森 信行（長野県工業技術総合センタ

ー）（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

食べやすい食品の開発のためには、食品の物性値評価

や食べやすさの主観評価だけでなく、生体信号に基づく

評価指標の開発が必要である。食べやすさの中でも嚥下

の評価は高齢者の誤嚥防止の観点からも非常に重要であ

る。嚥下活動評価のために、嚥下関連筋の筋電図を用い

る方法があるが、データのばらつきが大きいことが評

価のための課題となっている。本研究では、データのば

らつきがヒトの嚥下そのものによるものか、計測法や解

析法によって生じるものかを検討することを目的とした。 

検査試料として水の嚥下を繰り返し行い、筋電図を計

測した。嚥下関連筋の筋活動強度は四肢の筋群の筋活動

と比較して非常に小さいため、通常の筋電図検査で用い

られている閾値に基づいて筋活動の開始時刻と終了時刻

を求める方法では、S/N 比の低下が開始、終了時刻の推

定に大きく影響を与えていることが分かった。また、よ

り小型の電極を用いて電極位置のレイアウトについて検

討を行ったところ、電極をより良いパターンに配置する

ことでS/N比や筋電図の波形形状が改善される可能性が

示唆された。 

本研究により、計測法や解析法を工夫することでデー

タのばらつきを小さくすることができる可能性が示唆さ

れた。一方で、ヒトの嚥下動作そのものにもばらつきが

あり、評価時の嚥下ではこのばらつきを小さくすること

も重要であることが分かった。今後は、嚥下動作に由来

するばらつき要因の検討も進めることで、筋電図を用い

た嚥下活動評価の精度向上を行っていく予定である。 

［領 域 名］情報・人間工学   

［キーワード］嚥下機能評価、筋電図、食品開発、高齢

者 

 

［研 究 題 目］デジタルヒューマン技術 

［研究代表者］宮田 なつき（人間情報研究部門） 

［研究担当者］宮田 なつき、多田 充徳（以上、人間

情報研究部門）、 

堀 剛（長野県工業技術総合センター）、 

平田 一郎（兵庫県立工業技術センター）、

佐藤 博紀（山梨県産業技術センター）、

小松 剛（静岡県工業技術研究所） 

（常勤職員2名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、デジタルヒューマン技術の活用による製

品設計支援技術の移転を目的とし、地域産業活性化事業

の枠組みの中でご滞在頂いた、長野県工業技術総合セン

ター、兵庫県立工業技術センター、山梨県産業技術セン

ター、静岡県工業技術研究所とそれぞれ共同で推進した。 

 長野県工業技術総合センターとは、デジタルハンドモ

デルを活用した口腔ケア用品のグリップ部形状の評価手

法を検討した。口腔ケアのプロセスによって把握姿勢が

異なることから、想定される複数の把握姿勢を計測して

デジタルハンドモデルにより再現し、グラスプクオリテ

ィで評価を行った。 

 兵庫県立工業技術センターとは、工具のグリップ部な

どの形状設計を想定し、個別被験者の手のモデルおよび

握り姿勢を簡易に取得し再現するシステムを、計測セン

サとして LeapMotion を用いて構築した。 

 山梨県産業技術センターでは、同県固有の文化資産（伝

統的な柄の画像や文化財の三次元形状）をデザインに活

用できるようライブラリ化してきた。このうち三次元ス

キャンした形状を同県で盛んな宝飾産業に活用するには、

見る者に与える印象を保持したまま縮小するデフォルメ

技術が必要となる。本取り組みでは、人がモデルのどの

部分から印象をうけているかを明らかにするため、いく

つかの文化財を3Dプリンタで実体化し視線解析装置に

より注視点を計測するとともに、プロのモデラによるデ

フォルメ結果の考察を行った。 

 静岡県工業技術研究所とは、冷凍された大型魚類をバ

ンドソーで加工する際に多発する怪我を防ぐための防護

手袋開発のため、手のどの部分がけがをしやすいかをシ

ミュレーションにより推定した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］デジタルヒューマン、シミュレーション

技術、把握解析 

 

［研 究 題 目］次世代ヒューマノイドロボット HRP-5の
開発 
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［研究代表者］河井 良浩（知能システム研究部門） 

［研究担当者］河井 良浩、金広 文男、 

Benallegue Mehdi、阪口 健、 

森澤 光晴、金子 健二、神永 拓、 

梶田 秀司、中岡 慎一郎、熊谷 伊織、

Cisneros Rafael、佐藤 雄隆、 

片岡 裕雄、郷津 優介、吉田 英一、

吉安 祐介、 

Kheddar Abderrahmane、 

Escande Adrien、Audren Hervé、 

植芝 俊夫（知能システム研究部門）、安

藤 慶昭、中坊 嘉宏（ロボットイノベ

ーション研究センター）、森 彰、 

井上 純（情報技術研究部門） 

（常勤職員18名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

 大型構造物組立現場や災害現場等の過酷環境における

移動・作業から人間を解放するヒューマノイドを実現す

ることを目的とした基盤技術を開発している。平成29年

度の進捗は以下の通りである。 

a）ハードウェアプラットフォームとして試作機

HRP-5P を用いた各種評価試験を行い、電源系、排熱、

関節仕様設定に対する改修を行った。また転倒対応能力

向上のための機液ハイブリッド関節及び力感受性の向上

のための超冗長力センシングの原理検証装置開発を行っ

た。b）環境計測・認識技術として AI 技術（機械学習）

を用いた物体検出アルゴリズムと新たに構築した画像

DB により、97 %以上の高精度での作業対象物体検出、

姿勢推定を実現した。また各視点における認識尤度を統

計的に用いることで認識率を向上させることに成功した。

c）多点接触動作計画・制御技術として従来手法に対して

10倍以上短い周期で接触状態に応じた動作変更が可能

な多点接触動作生成アルゴリズム、50 %のモデル化誤差

がある場合においてもロバストに動作可能な制御アルゴ

リズムの開発を行った。d）高信頼システム化技術とし

てソフトウェアの自動テストを行い、リグレッションを

検出した場合に木差分計算または行ごとの文字列比較に

基づいて自動的にパッチを生成する差分デバッギング技

術を開発した。e）統合実証として建設現場での応用を想

定し、作業台に平置きされた石膏ボード（約11 kg）の山

に近づき、上に置かれた工具を発見、除去し、ボードを

持ち上げ搬送して壁に立てかけ、工具を発見して掴み上

げビス止めを実施する行動を実現した。 

［領 域 名］情報・人間工学   

［キーワード］ヒューマノイド、人工知能、大型構造物

組立 

 

［研 究 題 目］畳み込みニューラルネットワークのシン

ソウ学習 

［研究代表者］小林 匠（知能システム研究部門） 

［研究担当者］小林 匠（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 近年に見られる AI の隆盛は、深層学習による畳み込

みニューラルネットワーク（ConvNet）の高い画像認識

性能に起因していると言える。しかしながら、単純な畳

み込みフィルタから構成される ConvNet の振る舞い自

体に関しては、未解明の部分が多い。本研究では、従来

の可視化や構成論的アプローチとは根本的に異なる現象

論的アプローチによりフィルタの解析を試みる。深層学

習により適切に最適化された様々な ConvNet の構成要

素である畳み込みフィルタ群をある種の物理現象として

捉え、現象論的に多数の最適化されたフィルタに共通す

る本質的なルールや法則を導き出す。膨大な数のパラメ

ータから成る ConvNet は冗長な表現と容易に予想され

るため、上記のフィルタに関する法則を ConvNet 構成

時に事前に適用することで、そのような冗長性を排した

効率的な表現が可能になると期待できる。つまり、本研

究で得られる法則は、ConvNet の高い性能を維持しつつ

パラメータ数を大幅に削減するという実際的に有益な効

果をもたらす。 

 本年度は、畳込み層に見られる比較的小さなフィルタ

に関する解析を行った。また一方で、ConvNet の構成要

素である活性化関数や学習データセットに関しても、

ConvNet の効率化に資する研究を並行して行った。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］ニューラルネットワーク、深層学習、畳

み込みフィルタ 

 

［研 究 題 目］自動車運転パフォーマンス評価の標準パ

ッケージ開発 

［研究代表者］北﨑 智之（自動車ヒューマンファクタ

ー研究センター） 

［研究担当者］北﨑 智之、赤松 幹之、岩木 直、 

武田 裕司、小峰 秀彦、佐藤 稔久、

小高 泰、木村 元洋、吉江 路子、宇

津木 明男、高橋 昭彦、熊谷 徹、甲

斐田 幸佐、木村 健太（自動車ヒュー

マンファクター研究センター）、 

申 ウソク、伊藤 敏雄、赤松 貴文（無

機機能材料研究部門）、梅村 浩之（バ

イオメディカル研究部門）、寺田 聡一

（工学計測標準研究部門）、 

蔵田 武志、大隈 隆史（人間情報研究

部門）、大西 正輝（人工知能研究セン

ター）、松田 圭司（人間情報研究部門）、

橋本 尚久、宮腰 清一（ロボットイノ

ベーション研究センター） 

（常勤職員25名） 

［研 究 内 容］ 

 車載情報機器の HMI（Human Machine Interface）
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の手段が多様化し、新規な車載情報機器 HMI の導入に

よる安全性や快適性の向上が期待できる。しかし、新た

な HMI に対して不適切な情報処理がなされると、ドラ

イバーが運転以外へ過度に注意を配分する、ペダル操作

が遅れる、緊張感が増大する等、却って運転を阻害する

こととなる。自動車技術における人間研究では、ドライ

バーの評価方法や評価環境間の結果の比較方法が確立さ

れておらず、自動車メーカーやサプライヤーでは、車載

情報機器の HMI がドライバーへ及ぼす影響の定量的評

価方法の確立に対するニーズが非常に高い。また、車載

情報機器に限らず、普及の促進が期待される運転支援シ

ステムや自動運転機能の導入においても、同様にドライ

バーへの影響を評価する方法の確立が産業界より期待さ

れている。さらに、車対歩行者事故の増加、高齢者の車

運転断念から代替交通への移行により、移動支援利用に

おける汎用な評価手法の必要性が高まっている。 

 そこで、ドライバーが使いこなせる移動支援技術の開

発に向けて、ドライバーの認知・行動・生理の評価方法、

評価指標、評価デバイス、評価基準となるデータベース、

さらに評価環境間のトレーサビリティ構築までを含めた

パッケージを開発する。開発する評価パッケージは、移

動におけるヒューマンパフォーマンスのベースラインデ

ータとして活用でき、様々な企業の研究課題・ニーズに

合わせた抜本的な実験効率化が期待できる。 

 2017年度は、以下を実施した。 

・平均年齢44.6歳（18～75歳）の一般ドライバー115名

参加によるモーション付ドライビングシミュレータを

用いた走行実験を実施した。手動運転時および自動走

行乗車時における視認行動データ、脳活動データを収

集し、ドライバーの運転における認知機能評価の基準

となるデータベースとして整備した。 

・ドライバー状態評価指標の新機軸を探索するため、粒

界応答型半導体式センサ（VOC センサ）を車載可能に

改良し、定置型ドライビングシミュレータのカーブ走

行にて、一般ドライバー24名の呼気計測実験を行った。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］認知、行動、生理、歩行、自動車運転、

呼気、モビリティロボット、評価方法、

シミュレータ、トレーサビリティ 

 

［研 究 題 目］安全情報のモデリング言語「SafeML」の

標準化 

［研究代表者］ジェフ ビグス（ロボットイノベーショ

ン研究センター） 

［研究担当者］ジェフ ビグス、安藤 慶昭 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

近年、様々な分野で複雑化するシステムの安全性確保

が重要な課題となっている。本来重要であった鉄道や自

動車などの従来分野だけでなくて、ロボット技術が導入

されつつある新しい分野においても安全性確保が製品を

市場に投入するため課題となっている。現在、安全性に

関する情報の管理と利用は人海戦術で検討している。そ

のため、間違いや対策漏れが多く、安全認証を受けるま

でに膨大な人手と時間がかかっており膨大な費用負担と

なっている。上述の問題を解決するために、我々は安全

情報をコンピュータを利用した計算機処理することが可

能となる安全情報のモデリング言語「SafeML」を開発

した。本活動では、OMG（Object Management Group）

においてSafeML技術をベースに安全情報のモデリング

言語の標準化を行い、様々なツールベンダーが安全情報

のモデリング言語をサポートできることを目指す。平成

29年度に第一標準規格提案書（Initial Submission）を、

JPL、Ford、CEA 等のような組織が含まれている国際的

なチームと作成した。8月に OMG に提出し、9月にモデ

ル言語の標準化を管理する ADTF（Analysis and Design 

Task Force）に発表した。平成30年に第二標準規格提案

書の作成が主な仕事である。 

［領 域 名］情報・人間工学   

［キーワード］高信頼システム、モデルベース開発 

 

［研 究 題 目］ガスバリアフィルム用ナノクレイ規格 

［研究代表者］蛯名 武雄（化学プロセス研究部門） 

［研究担当者］蛯名 武雄、吉田 肇、新井 健太、 

鈴木 正哉、三好 陽子、犬飼 恵一 

（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

 粘土（ナノクレイ）には、ハイガスバリアフィルムの

製造に用いることができる高品質な粘土と、用いること

ができない安価な粘土があり、それにより、大きな価格

差がある。現状では、粘土製造メーカーによって、カタ

ログの特性データの項目や取得方法が異なっているため、

ユーザーはどのメーカーの粘土を購入すべきか、直ちに

判断ができず、粘土を用いたハイガスバリアフィルムの

開発や普及の妨げになっている。 

本研究では、ハイガスバリアフィルムの製造に適した

粘土の特性と、その測定方法を標準化することにより、

ハイガスバリアフィルムの製造にとって、適した粘土と

不適な粘土の差別化を図るとともに、ハイガスバリアフ

ィルム製造に適した高品質な粘土が得られる技術基盤を

作ることによって、粘土を用いたハイガスバリアフィル

ムの開発や普及を促進することを目的とする。業界関係

者等とのヒアリング等を通して、測定データの項目や取

得方法の検討を行い、その結果を反映させた規格案を作

成した。本規格案（ISO／TC229／WG4／PG12；ガス

バリア用ナノクレイ）については、2017年10月の ISO

／TC229ソウル総会において、TC229議長、日本代表団

団長、イラン代表団団長、WG4コンビーナ、PL、エキ

スパート等の間での調整を行った。その結果、NWIP 投

票に進めることで合意した。2017年12月に本規格案の
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NWIP 投票が行われ、2018年3月に賛成多数で採決され

た。規格作成期限は36か月である。 

［領 域 名］材料・化学、計量標準総合センター、 

地質調査総合センター 

［キーワード］粘土、標準化、フィルム、ガスバリア性 

 

［研 究 題 目］ポスト CNT 材料開発に向けた高機能二

次元材料の創出と応用研究開発 

［研究代表者］佐々木 毅（ナノ材料研究部門） 

［研究担当者］佐々木 毅、井上 貴仁、清水 哲夫、

久保 利隆、古賀 健司、長谷川 雅考、

石原 正統、山田 貴壽、水谷 亘、 

沖川 侑揮（ナノ材料研究部門）、 

安藤 淳（ナノエレクトロニクス研究部

門）、三宅 晃司（製造技術研究部門） 

（常勤職員12名） 

［研 究 内 容］ 

 銅やニッケル基板上に、複合的に二次元層状物質を成

膜し、電気伝導特性を確保しつつ、酸化防止効果、機械

的強度、摩擦特性を評価し、電極として利用する諸特性

を満たす試作品を製作し、実用化へ向けた応用展開を図

ることを目指した。 

 電極上に二次元材料を直接成膜する気相成長 CVD 装

置を開発し、グラフェンの直接成膜に適用した。更に、

走査型プローブ顕微鏡を用いたナノスケール評価を進め、

電気伝導の劣化機構を解明した。本研究テーマによる成

果も活用しつつ、高品質グラフェンのプラズマ CVD 製

造技術の知財を基にベンチャーを起業した。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］二次元層状物質、グラフェン、接点、電

気伝導 

 

［研 究 題 目］陶磁器製洋食器の食器洗浄に対する耐久

性試験法 

［研究代表者］杉山 豊彦（無機機能材料研究部門） 

［研究担当者］杉山 豊彦、大橋 優喜、堀内 達郎、

楠本 慶二（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

国内では陶磁器製洋食器の食器洗浄に対する耐久性試

験法に関する標準試験方法が無く、現在各社各機関が異

なる評価試験を行っている。「食洗機可」の表示は現状で

は各自の責任と判断で表示されており、正当な基準はな

いため、流通業界では表示を行わない例も多い。一方、

消費者側からの問合せは多く解決すべき課題となってお

り、標準化の要望が高い。標準化により陶磁器食器の売

買において性能表示が可能となる。また、高品質の製品

が正当に評価され、技術水準の向上も促進される。高耐

久性製品開発の研究は複数の公的研究機関でも実施され

ているが、それらの研究開発においてもこれまで標準試

験法が無く、研究上の困難が発生していた。 

2015年10月から2017年3月までの標準化 FS において、

日陶連（日本陶磁器工業協同組合連合会）、日陶商連（日

本陶磁器卸商業協同組合連合会）、JAPPI（日本陶磁器

産業振興協会）、各地の陶業地の組合関係者、大手洋食器

メーカーなどと意見交換を行って、標準化に対する要望

の強さ、標準化に関連する事情や要求を調査した。また、

製造、流通業界への周知を図った結果として、反対意見

を表明した陶磁器組合との意見交換や調整を行った。特

に現時点で目標としている洋食器の試験法標準化につい

て、大手洋食器メーカーの標準化に対する期待は高く、

実験および標準化において多くの協力を得ながら、JIS

化を目指している。2017年度の標準基盤研究では、洋食

器（ボーンチャイナ）を主な対象とし、食洗機を使用し

た連続試験による継続的なデータ収集を行った。更に実

験研究を中心に進め、促進試験法の条件設計と、その結

果を用いた判定基準検討、促進試験後の表面劣化の評価

法の検討を行った。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］陶磁器、洋食器、ボーンチャイナ、食器

洗浄乾燥機 

 

［研 究 題 目］ゲル配列構造体の動的表面を用いた難付

着 

［研究代表者］浦田 千尋（構造材料研究部門） 

［研究担当者］浦田 千尋（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 固体表面に付着した汚れ・液滴は被付着物の機能を大

きく損なうことから、付着抑制効果に優れた薄膜は高い

経済効果が期待できるほか、安心・安全な社会の実現に

寄与する。従来、固体表面を清浄に維持するために、人

力や機械等を用いて表面を清浄する“能動的方法”と、

撥液・難付着性薄膜を用いる“受動的方法”が一般的に

用いられており、これらは独立した手法として扱われて

きた。本研究では、粘弾性および潤滑性に富むオルガノ

ゲルを基本ユニットとし、異なるゲルユニットを相互に

連結し、液体成分のゲル間移動を促すことで、革新的な

難付着薄膜の創製を目指した。 

 まず、本研究では、潤滑液（液体成分：シリコーンオ

イル）と樹脂骨格（固体成分：架橋したポリジメチルシ

ロキサン）の親和性を制御するパラメーターとし、（1）

潤滑液の粘度、および（2）樹脂骨格の架橋密度に着目

し、これらが与える離漿および難付着性への影響を調査

した。PDMS 樹脂の膨潤度は、シリコーンオイルの粘度

増加に伴い低下し、低粘度のシリコーンオイルほど、

PDMS 骨格と高い親和性を示した。次に、これらのシリ

コーンオイルを用いて作製したオルガノゲルは、50 cSt

以上のシリコーンオイルを使用した場合に、表面に離漿

層が形成し、離漿ゲルとなった。次に PDMS 骨格架橋

密度が与える離漿への影響を調査した。例えば、粘度50 

cSt のシリコーンオイルを使用した場合、架橋密度が小
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さくなると離漿が抑制された。同様の傾向がその他のシ

リコーンオイルでも観察された。 

 次に、架橋密度の異なる領域をオルガノゲル表面に付

与することで、液体成分のゲル間移動性を調査した。低

架橋密度ゲル表面に高架橋密度領域を形成すると、低架

橋密度領域から高架橋密度領域へ油成分が移動し、離漿

が促された。この高架橋密度領域表面の離漿層は、拭取

り後も繰返し再生した。また、離漿した高架橋密度領域

表面では離漿ゲルと同様の難付着性を示した。以上より、

オルガノゲル表面の架橋密度を制御することで、局所的

に離漿を制御できることが明らかとなった。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］オルガノゲル、ポリジメチルシロキサン、

シリコーンオイル、難付着性 

 

［研 究 題 目］セルロースナノファイバーのセラミック

スプロセスへの適用性の検証 

［研究代表者］長岡 孝明（構造材料研究部門） 

［研究担当者］長岡 孝明、堀田 幹則、近藤 直樹 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究はセルロースナノファイバー（CNF）が持つ高

比表面積、高比強度等の特長をセラミックスプロセスへ

適用するものである。これまでに、アルミナセラミック

スを対象に CNF 添加スラリーから焼結体作製までの各

種基礎データを取得した。本年度は、反りや亀裂の無い

成形体作製に不可欠なスラリーの分散安定性に及ぼす

CNF 添加効果を、CNF のサイズと添加量の観点から検

討した。その結果、分散安定性には CNF のサイズ、特

に幅が大きく影響することが判明した。また、分散安定

性の評価に従来から用いられる目視法ではその評価に時

間を要し、さらにスラリー中の粒子挙動の評価が困難で

あったが、今回レーザー光による光多重散乱法を適用す

ることで、短時間で分散安定性と粒子挙動の評価が可能

になり、CNF 添加による分散安定性発現のメカニズムが、

アルミナ粒子の沈降抑制であることが判明し同法の有効

性を示した。さらに、分散安定性に優れた CNF 添加ス

ラリーから作製した湿式成形体は、従来スラリーで作製

した成形体よりも乾燥亀裂が抑制されることを示した。

今後は、乾燥亀裂抑制効果の定量的評価とともに、分散

安定性と成形体の高密度化を両立するスラリー作製の検

討と成形体や焼結体の各種評価を行い、成形用助剤とし

ての CNF の適用性を検証する。  

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］セルロースナノファイバー、湿式成形、

アルミナ、スラリー、分散安定性 

 

［研 究 題 目］ゾルーゲル反応を利用した大面積ポリマ

ーブラシ実用コーティング技術の開発 

［研究代表者］佐藤 知哉（構造材料研究部門） 

［研究担当者］佐藤 知哉、穂積 篤、浦田 千尋 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 ポリマーブラシは、耐久性に優れ、親水性、防曇性、

生体適合性、抗菌性などを示すため、機能性コーティン

グとしてのニーズがある。しかし、作製時には、基材へ

の反応点の固定化（重合開始層の形成）が必要であり、

多くの場合、特殊な合成装置や反応条件の制御が必要と

なる点が課題であった。 

 本研究では、基材表面に官能基を導入可能なゾル−ゲ

ル反応に着目し、1）ガラス、プラスチック、金属等、

各種基板上への重合開始層の形成、2）グループ独自の

ポリマーブラシ形成技術である「Paint-on 法」（はけ塗

り式の作製法）と組み合わせ、親水性ポリマーブラシの

大面積（50 cm×50 cm）処理を実施した。また、roll-to-roll

法を用いることにより、大型の PET ロールフィルム（40 

cm×100 m×125 m）上に重合開始層を高速かつ連続で

形成することに成功した。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］表面処理、コーティング、高分子、ポリ 

マーブラシ、大面積、親水性、ゾルーゲ

ル反応 

 

［研 究 題 目］ベンチャー創出促進事業 

［研究代表者］宮島 達也（構造材料研究部門） 

［研究担当者］宮島 達也（構造材料研究部門）、 

名倉 義幸（イノベーション推進本部） 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本事業は、ベンチャー開発・技術移転センターが運営

する「スタートアップ開発戦略タスクフォース」を通じ

て、材料の各種力学物性を極めて迅速に評価できる「顕

微インデンテーション技術」の実用化を目標としている。

顕微インデンテーション（装置名：顕微インデンター）

は、ダイヤモンドなどの微小で透明な圧子を試料の表面

に圧入し、その際に生じる接触面積や表面変形を光学顕

微鏡でその場観察する新しい技術である。この計測原理

により、従来の圧子圧入深さ計測方式では接触面積等を

直接計測できないという課題を克服できた。一方、ビッ

グデータや人工知能を活用したマテリアルズ・インフォ

マティクス（MI）は新材料の開発時間とコストの大幅な

削減が期待できるが、実現には材料の各種力学物性を迅

速にデータ化する計測技術が重要になる。当該スタート

アップ開発戦略タスクフォースでは、顕微インデンテー

ション技術が MI 実現を支える基盤技術であることに着

目し、知的財産権の取得・強化を行うと共に、製品プロ

トタイプ（試作装置）の開発研究を実施した。その結果、

ベンチャー企業（インデント・プローブ・テクノロジー）

の創業に成功した。 

［領 域 名］材料・化学 
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［キーワード］スタートアップ、ベンチャー、力学物性、

機械的特性評価、顕微インデンター 

 

［研 究 題 目］革新的成形・焼結技術の開発 

［研究代表者］日向 秀樹（構造材料研究部門） 

［研究担当者］日向 秀樹、近藤 直樹、福島 学、 

古嶋 亮一（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 次世代の精密製造可能な陶磁器を作製するための要素

技術開発を行った。具体的には原料としては市販の磁器

土を用いて焼成時変形を抑制するためのアクティバイン

ダーの活用、焼成時の体積変化と相変化を活用して収縮

前の充填密度を高める、軽量で変形の少ない配合組成の

研究を行った。アクティブバインダーを粘土に練り込ん

だ場合、焼成後の収縮率が50 %低減できた。また、体積

変化を活用した場合は焼成前の陶磁器の密度が約10 %

増加し、最終的な収縮を約10 %低減可能であることが確

認された。軽量化では、磁器土に造孔剤を加えて内部に

閉気孔を形成させることで軽量化し、自重による焼成変

形を抑制できる配合の方向性を見出した。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］陶磁器、変形抑制、粘度 

 

［研 究 題 目］技術シーズの見える化支援事業 

［研究代表者］穂積 篤（構造材料研究部門） 

［研究担当者］穂積 篤、浦田 千尋、佐藤 知哉 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 我々が最近開発した各種防曇皮膜の大面積化技術に取

り組んだ。各種基材へのコーティングにはスプレー法と

roll-to-roll 法を用いた。特に roll-to-roll 法では、50 cm

×100 m×125 m の PET フィルムロール上にプライマ

ー（反応開始）層を均一に塗布できることが明らかとな

った。このプライマー層は基材との密着性にも優れ、各

種有機溶剤に対しても安定であることがわかった。さら

に、この基材を用いて、親水性ポリマーブラシを形成し

たところ、優れた防曇性を示すことが明らかとなった。

本手法の開発により、各種防曇皮膜の大面積化に一定の

道筋をつけることができた。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］大面積、防曇性、親水性 

 

［研 究 題 目］軽量で高強度なセラミックス 

［研究代表者］嶋村 彰紘（構造材料研究部門） 

［研究担当者］嶋村 彰紘（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 当研究グループが開発したシーズ技術として、多孔体

の内部を高気孔率に、表面のみを比較的低気孔率にする

ことで軽量かつ高強度な複層セラミックス多孔体の簡便

な製造プロセスを開発し、小型サンプルの作製を行って

きた。 

平成29年度は、大型セッターの製造に関してノウハウ

のある企業と連携して、実用化に近い耐火物原料を用い

て中型サイズ（Φ90、厚さ5 mm）の複層セラミックス

多孔体を作製に成功した。作製した多孔体は、内部に気

孔率が約65 %の高気孔率な多孔質構造が形成、一方で、

表面には気孔率が30 %の比較的低気孔率な表面層（数百

m）を形成した複層構造を有している。このような複層

構造を持つことで、低気孔率な表面層を備えないものに

比べて、同様の気孔率を持ちつつ曲げ強度を約30 %向上

することができた。 

 上記で開発した技術をより実用化に向けて発展させる

ため、本年度は研究成果最適展開支援プログラム

（A-STEP）機能検証フェーズへの応募を行った。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］耐火物、セラミック、多孔体、セッター、

焼成用冶具 

 

［研 究 題 目］高特性ユビキタス硬質材料の開発 

［研究代表者］古嶋 亮一（構造材料研究部門） 

［研究担当者］古嶋 亮一、日向 秀樹（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 精密加工分野における工具・金型材料として超硬合金

（WC-Co）が広く用いられている。本材料は、硬度と靭

性を高レベルで両立した材料であるが、原料であるタン

グステン（W）やコバルト（Co）は日本で産出されるこ

とのないレアメタルである。本研究では WC-Co 代替の

レアメタルフリー硬質材料として、WC を Al2O3に、Co

を FeAl に置き換えた Al2O3-FeAl に着目した。ただし、

本材料は Al2O3と FeAl の濡れ性が悪く、WC-Co のよう

な液相焼結を用いた緻密化が困難な材料であるため、作

製プロセスの改良と Al2O3以外のセラミック粒子の添加

により緻密な Al2O3-FeAl 硬質材料の作製を目指すとと

もに、その機械的特性について評価した。 

 作製プロセスにおいては、原料である Al2O3と Fe と

FeAl2の粒度を調製し、通電加圧焼結装置を用い固相焼

結を実現することで、Al2O3と FeAl が均一に分散した相

対密度96 %以上の Al2O3-FeAl を作製するのに成功した。

本硬質材料の緻密化には Al2O3の粒径と FeAl の組成が

重要な因子であり、これらの因子を制御することにより、

硬さ1.2 GPa で破壊靭性7 MPam0.5以上の特性を有する

Al2O3-FeAl を作製することに成功した。 

また、WC や TiC などの炭化物セラミックス粒子を添

加することで機械的特性がさらに向上することがわかっ

た。この要因はこれらの炭化物が Al2O3よりも FeAl と

の濡れ性に優れるためであると考えられる。 

以上得られた成果は、特許出願を行った（特願

2018-043096）。今後実用化を目指し、特性改善に関する

研究を行っていく予定である。 

［領 域 名］材料・化学 
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［キーワード］超硬合金、工具材料、ユビキタス元素、

Al2O3、FeAl 

 

［研 究 題 目］産総研－名工大の包括連携協定による 

FS 調査共同研究 

［研究代表者］日向 秀樹（構造材料研究部門） 

［研究担当者］日向 秀樹、周 游、平尾 喜代司 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 次世代耐火物コーティング材の材質として有望な

Al4SiC4を省エネルギーかつ短時間で合成するため、燃焼

合成法を活用し合成を試みた。熱力学による検討の結果、

Al と Si と C の反応で Al4SiC4の合成が可能であること

が確認された。一方で、実際に燃焼合成を行ったところ、

燃焼反応が持続せず、生成物には多くの未反応物質が残

存していた。雰囲気の影響についても調査した結果、真

空、窒素、Ar 中での燃焼合成では、いずれの場合も燃焼

が持続しなかった。さらに窒素雰囲気下での燃焼成では

AlN の生成が支配的であったため、真空及び Ar 加圧下

での燃焼合成を試みたが、いずれの場合も燃焼を持続さ

せることができなかった。 

 そこで Al、Si、C に加えて燃焼活性化剤の添加を検討

し、熱の伝播を考慮した着火方法かつ Ar 雰囲気下で加

圧し、燃焼活性化剤の添加量を～30 %までの範囲で調整

した原料粉末を同様に燃焼合成した結果、Al4SiC4の燃焼

合成法による合成に成功した。そのときの最適活性化剤

の添加量は15 wt%で Ar の加圧は3 MPa であった。今後

スケールアップと燃焼合成時の雰囲気圧力の低減、活性

化剤量の低減、収率の向上を目指した取り組みを実施し

ていく。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］耐熱材料、耐火物 

 

［研 究 題 目］自己修復性を有するマグネシウム合金用 

［研究代表者］中津川 勲（構造材料研究部門） 

［研究担当者］中津川 勲（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 軽量構造材料であるマグネシウム合金材料は腐食を被

りやすく、実環境に暴露される場合には表面処理が必須

である。現在主流の非クロメート型化成処理は塗装下地

処理として用いられ、耐食性は限定的である。提案研究

では耐食性に優れ、万一表面に欠損を生じても自己修復

機能により腐食の拡大を遅延する、マグネシウム水素化

物（MgH2）層の形成に基づく新しい非クロメート型表

面処理の開発を目的とした。 

 純マグネシウムを用い、pH6-13の溶液中の自然電位±

500 mV の領域中で MgH2の生成挙動を調査した。その

結果、安定領域が従来報告とは大きく異なること、特定

の条件下に保持することで MgH2層が自律的に形成され

ることを吸蔵水素量の測定および表面分析により見出し

た。MgH2層は優れた耐食性を有するとともに、有害成

分を全く含まないことから、生体材料マグネシウム用表

面処理としても期待できる。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］マグネシウム、表面処理、MgH2 

 

［研 究 題 目］超薄板脆性材料の引張強度の測定法の開

発 

［研究代表者］宮崎 広行（構造材料研究部門） 

［研究担当者］宮崎 広行（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 薄いシート状のセラミック基板やガラス薄板などは多

くの工業製品に用いられており、製品の信頼性を保証す

るために、機械的強度を正しく評価する必要がある。し

かしながら、これらの製品の厚みが薄いために、JIS や

ISO 規格で定めるセラミックスやガラスの曲げによる強

度試験法の測定対象外となっている。特に厚みが200 m

以下の場合、たわみが大きすぎて曲げ試験自体が困難と

なる。当研究グループではこの問題を解決すべく、薄板

試験片の引張試験法を開発してきた。この新試験法は従

来の曲げ試験に替わる方法として、いずれ重要度を増し

ていくものと予想されるが、現時点では標準化のニーズ

がどれだけあるかが掴みきれていない。そこでセラミッ

クス薄板製品と薄板／超薄板ガラス製品の計10製品に

着目し、その市場規模や将来展望を明らかにした。また、

その製品の代表的な企業に、現状の試験方法と新規引張

試験法に対するニーズをヒアリング調査した。その結果、

市場規模は製品により異なるが、大きいもので数100億

円～1兆円であることが分かった。また、多くのメーカ

ーにおいて、現状の曲げ試験法による測定の正当性に疑

念を抱きつつも、やむなく曲げ試験により製品の強度評

価を行っており、適切な試験法に対するニーズは確実に

あることが分かった。そして、市場規模の大きな製品に

対しては、標準化のニーズがあるものと推察された。今

後、新規試験法の学会等での報告により業界での認知度

を上げ、将来的に新規試験法の国際標準化を進めていく。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］セラミックス、シート、機械特性、規格 

 

［研 究 題 目］光吸収測定によるカーボンナノ材料の細

胞内の取り込み量測定方法の国際規格化 

［研究代表者］張 民芳、岡崎 俊也 

（ナノチューブ実用化研究センター） 

［研究担当者］張 民芳、岡崎 俊也、楊 梅 

（ナノチューブ実用化研究センター） 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 カーボンナノ材料（CNM）の安全性評価やバイオ分野

への応用開発にとって、細胞試験による毒性評価は不可

欠である。その際、細胞内に取り込まれた CNM の量を
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測定することが必要となるが、その手法が確立されてい

ない。本研究では、CNM であるカーボンナノチューブ、

ナノホーン、グラフェンに共通している近赤外光吸収特

性を利用して、細胞に取り込まれた CNM の測定方法を

開発し、国際標準規格として提案する。 

 平成29年度は、提案した本技術の測定手順・条件を最

適化し、測定結果の再現性を確認した。そして、国際規

格の草案を作成し、ISO/TC229国内環境安全分科会

（WG3）に提案＆審議を行い、ISO/TC229 WG3のシ

ンガポール総会で、ポテンシャル新作業項目（NWIP）

として提案した。ISO/TC229に本測定方法を NWIP（新

業務項目提案）として提案した。2017年10月末に各国投

票の結果により、NWIP として登録された。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］カーボンナノ材料、安全性評価、細胞内

取り込み量、測定技術 

 

［研 究 題 目］超情報接続フォトニクス 

［研究代表者］並木 周（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］河島 整、鍬塚 治彦、山田 浩治、 

池田 和浩、井上 崇 

（常勤職員20名、他12名） 

［研 究 内 容］ 

 IoT・ビッグデータを人工知能で解析する技術の先に

あるのは、地球上のあらゆる情報・知識が融合しこれを

万人が瞬時に享受する「超スマート社会」である。これ

を形成するために、「超情報接続フォトニクス」の創出が

急がれる。これは、単芯シングルモードファイバ出力型

マルチテラビット級低電力光トランシーバと、10万ポー

ト以上拡張可能な光スイッチシステムである。この実現

に向け、産総研が保有するシリコン製造設備などを活用

して、シリコンフォトニクス技術および持続発展可能な

エコシステム創出を目指す。主な活動内容は、①光デバ

イス企業 11 社が参加する産総研コンソーシアム

「PHOENICS」の運営を完結させ、②産総研 CMOS プ

ロセスラインをシリコンフォトニクスの R&D ファブに

促進する「シリコンフォトニクスコンソーシアム」設立

準備を行う。③文科省プロジェクト「光ネットワーク超

低エネルギーネットワーク技術拠点」で培った大規模シ

リコンフォトニクス光スイッチ技術をポストムーアコン

ピューティング用に展開する。④VICTORIES 拠点終了

後の新しい体制として「サイバーフォトニックプラット

フォームコンソーシアム」を新設する準備を行う。 

 具体的な成果としては、まず、シリコンフォトニクス

R&D ファブ運営のために必要な基本プロセスデザイン

キットの整備を行った。PHOENICS に参加する光デバ

イス企業と議論を行い、ハイブリッド実装の技術開発課

題を整理した。世界最小の32x32光スイッチの損失や帯

域などを大幅に改善し完全動作を世界で初めて実証した。

サイバーフォトニックプラットフォームコンソーシアム

設立準備委員会を構成しその設立準備を行った。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］シリコンフォトニクス、光集積回路、光

トランシーバ、光スイッチ、ポストムー

アコンピューティング 

 

［研 究 題 目］液中粒子濃度計測に係わる一般的ガイド

ライン開発 

［研究代表者］平澤 誠一（製造技術研究部門） 

［研究担当者］平澤 誠一、綾 信博（イノベーション

推進本部）、桜井 博（計測標準研究部門）、

兼松 渉、辻内 亨（構造材料研究部門）、

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 粒子計測のニーズの高まりに対応して、多くの手法が

開発・実用化され、国際標準化が進められている中で、

液中分散粒子の粒子径あるいはその分布計測についての

規格に比して、濃度計測については、開発が殆どなされ

てきていない。パーティクルカウンタ法以外の測定装置

の表示値は、実は、粒子径（分布）のみが規格に基づく

もので、濃度の値は、正しさが評価されない、参考値で

しかないが、実際には装置の利用者は多くの場合、それ

が参考値であること、誤差要因としてどのようなものが

あるかということを知らずに、プロセス管理、品質保証

等に活用している。また、微細気泡や、ナノ物質の測定

においても、濃度の計測値が、機器、プロセス、材料開

発に使われつつある。粒子濃度計測に係わる一般的ガイ

ドラインの開発を行うことで、市場の混乱を防ぎ、公正

な商取引の実現に資することが、喫緊の課題である。 

 そこで本課題では、国内外の計測メーカー、専門家と

連携しつつ、国際標準化のフレームワークを検討し、規

格のベースとなる国際ラウンドロビン試験を実施した。

ラウンドロビン試験は、同一ロットのポリスチレンラテ

ックスと、同一装置で製造されたウルトラファインバブ

ルを用いて、各所の測定値の比較を行い、試料調整上の

課題等が明らかになった。標準化については、液体中分

散粒子一般について、ISO/TC 24/SC 4（粒子特性評価）

の WG7（動的散乱法）及び同 WG5（電気的検知帯法）

における議論を経て、ISO/TC 24/SC 4/WG 11（標準粒

子）の中で、一般的ガイドラインを TR として開発する

こととなり、草案作成の着手に至った。一方、ファイン

バブルに関しては、ISO/TC 281（ファインバブル技術）

において、上記 TC 24/SC 4の規格を引用し、ポリスチレ

ンラテックス粒子を用いた検量線を用いて、濃度指数

（Concentration index）を評価する方向で標準化する方

向が定まった。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］粒子計測、液中分散粒子、コロイド、フ

ァインバブル、ウルトラファインバブル 
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［研 究 題 目］スマート製造ツールキットの開発 

－ MZ Platform EX 
［研究代表者］加納 誠介（製造技術研究部門） 

［研究担当者］加納 誠介、古川 慈之、近藤 伸亮、

髙本 仁志、澤田 浩之、松本 光崇、

増井 慶次郎（製造技術研究部門） 

（常勤職員7名） 

［研 究 内 容］ 

 産総研が開発した中小企業向け IT 化支援ツール「MZ 

Platform」をベースに、中小企業が独自に各種製造機器

と連携したスマート製造環境を構築できるツールキット

を開発している。 

 製造業における生産形態は、社会からの要請に迅速に

対応可能な「柔軟なものづくり」に移行すると考えられ、

生産システムの数理モデルを核とした計測と予測および

最適化計算で高生産性を実現する「スマート製造環境」

の構築が急務である。このため、計測データを基にした

モデル化技術、ハードウェアおよびソフトウェアのシス

テム統合技術を開発し、実証していく必要がある。H29

年度の研究開発では、MZ Platform をベースとした「ス

マート製造ツールキット」の要素技術として、①生産シ

ステム統合記述のためのモデル編集プログラム、②モデ

ルに基づく実行機能を有するサーバ常駐プログラム、③

ウェアラブル機器を用いた作業者支援用プログラム、お

よび④生産ライン模擬検証用ロボット制御プログラムの

開発を行い、スマート製造環境を実現するための基盤部

分を構築した。特に重要な要素技術であるモデル化技術

を行った。なお、このモデル化技術に関しては、資金提

供型共同研究を1件実施しており、H30年度も継続してい

く。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］MZ Platform、柔軟なものづくり、スマ

ート製造環境、スマート製造ツールキッ

ト、モデル化技術 

 

［研 究 題 目］複合ナイトライド薄膜を核とした事業展

開への知財アセットの強化 

［研究代表者］秋山 守人（製造技術研究部門） 

［研究担当者］秋山 守人、田原 竜夫、山田 浩志、 

上原 雅人、本村 大成、石田 秀一、 

Sri Ayu Anggraini、市川 直樹（製造技

術研究部門）、渡利 広司、 

高井 一也、助川 友之、渡辺 一寿、

奥田 誠、神谷 雅己（イノベーション

推進本部）、馬場 創（エレクトロニク

ス・製造領域研究戦略部） 

（常勤職員15名） 

［研 究 内 容］ 

 次世代スマートフォン用圧電材料となる、窒化スカン

ジウムアルミニウム（Sc-AlN）薄膜の研究を進め、本年

度は莫大なライセンス収入（特許名：圧電体薄膜、圧電

体およびそれらの製造方法、ならびに当該圧電体薄膜を

用いた圧電体共振子、アクチュエーター素子および物理

センサ（特許第5190841号））を得た。しかし、スマート

フォンの市場は世界規模であり、世界中の複数企業の参

入によりライセンス収入の減額が心配される。また、AlN

系薄膜は優れたセンサ感度や発電性能、耐熱性を持ち、

従来の酸化物系圧電材料を適用できない車載用燃焼圧セ

ンサやスマートフォン用電源、マイクロフォンとしても

期待されている。AlN 薄膜は半導体プロセスとの整合性

も高く、量産性も高いことも期待されている。 

 このような背景から、これまで産総研で培ってきた複

合ナイトライド薄膜作製技術に加え、計算科学（第一原

理計算）的な見地での研究も取り入れることによって、

複合ナイトライド薄膜の特性向上及び理論解析に関する

研究を強力に推進する。 

 また、新しい複合ナイトライド圧電体薄膜を用いたセ

ンサなどの電子デバイスの作製及び評価を行い、周辺知

財の創出による知財アセットの強化を進め、企業連携を

通じて事業化展開を図る。更に、薄膜センサと人工知能

（AI）やモノのインターネット（IoT）を用いた、燃焼

圧モニタリング技術や製造装置の生産性向上などへのア

プリケーションの拡充を図り、複合ナイトライド薄膜技

術を中核とした技術開発の拠点化を目指す。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造、 

［キーワード］複合窒化物薄膜、圧電体、高周波フィル

タ、センサ、スマートフォン 

 

［研 究 題 目］極限微細構造による未踏ハードウエア創

出 

［研究代表者］湯浅 新治（スピントロニクス研究セン

ター） 

［研究担当者］福島 章雄、薬師寺 啓、久保田 均、 

野崎 隆行（常勤職員21名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題は、10 nm 加工プラットフォームを産総研

に整備し、将来の社会ニーズに備える革新的デバイス実

証を目指すものである。最先端の EB 描画装置を別予算

で導入・立ち上げ・整備を行い、以下の項目について研

究開発を行った。 

・加速電圧130 kV で300 mm ウェーハ対応の EB 描画装

置および付帯設備（自動レジスト塗布現像装置、自動

リフトオフ装置）を TIA-NPF 内に設置し、立ち上げ

時の条件出しとバグ取りを行い、稼働を開始した。 

・次世代不揮発性メモリ MRAM の超省電力化を目指し、

10 nm サイズの超微細 MTJ 素子を作製した。まだ歩

留まりは低いが直径10 nmのMTJ素子作製に成功し、

10 nm までスケーラブルな読み出し特性を実現した。 

・三次元集積に適した GeOI トランジスタについてサブ

10 nm世代のチャネル材料としての有効性を実証した。
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GeOI トランジスタ等について、Ge 層の転写技術の高

度化と10 nm 以下の膜厚精密制御技術により、電子移

動度の向上という新しい物理現象を発見した。 

・IoT 向けの高セキュリティ暗号源として、産総研オリ

ジナルの物理乱数発生器「スピンダイス」に超常磁性

体を導入した。直径25 nm の MTJ 素子を用いて、超

常磁性を利用した超省電力の乱数生成に成功した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造   

［キーワード］超微細加工、EB 描画装置、不揮発性メ

モリ MRAM、GeOI トランジスタ 

 

［研 究 題 目］スマートテキスタイル基盤技術の研究開

発（北陸プロジェクト） 

［研究代表者］牛島 洋史（フレキシブルエレクトロニ

クス研究センター） 

［研究担当者］牛島 洋史、吉田 学、野村 健一、 

金澤 周介、延島 大樹、山下 崇博、

堀田 裕司、安積 欣志、堀井 美徳、

尾上 美紀、藤田 真理子 

（常勤職員8名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

北陸地域に集積する繊維企業は優れた独自技術を有す

るものの電子技術に関する知見に乏しいため、産総研が

優位性を持つ印刷エレクトロニクスや微細加工技術、先

端機能材料を、織布・編立・紡糸・縫製技術の強みを生

かせる形の技術シーズに仕上げれば、生活者に IoT の恩

恵を直接もたらすスマートテキスタイルが実現できるも

のと考え、ヒトの動きや心拍、呼吸、体温を測定するこ

とで、乳幼児や寝たきり患者などの体調変化を察知して

警報を発する服や着用者の疲労度を検知しコンプレッシ

ョン圧を制御するスポーツウェア、運転者の眠気を検知

し警告と運転の制御を行うドライバーズシートなどのほ

か、荷重分布の時間変化を計測することで会議室やトイ

レ等の入退室を管理するマットなど、一億総活躍社会の

構築に資する具体的・象徴的ターゲットを掲げ、洗濯耐

性をもった伸縮性導電ペーストとその印刷技術やテキス

タイル表面に導電性インクを印刷しても裏面に染みず表

裏の電極を短絡させない技術などのほか、低温で IC と

導電糸との電気的接合を行う技術やモーションアーティ

ファクトの少ないテキスタイルセンサなど、各繊維企業

の新事業への効果が目に見える基盤技術の開発と実証を

行い、公設試を通じて橋渡しすることを想定し、公設試

や地域企業と連携を図りながら、それらの企業が事業化

可能な技術シーズを開発することを目指す。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］スマートテキスタイル、e-テキスタイル、

ウェアラブルデバイス、フレキシブルエ

レクトロニクス、導電性テキスタイル、

バイタルセンシング 

 

［研 究 題 目］フレキシブルハイブリッドエレクトロニ

クス技術（センサタグ2.0） 

［研究代表者］廣島 洋（集積マイクロシステム研究セ

ンター） 

［研究担当者］廣島 洋、小林 健、尹 成圓、 

岡田 浩尚、山下 崇博、竹下 俊弘、

牛島 洋史、吉田 学、野村 健一、 

延島 大樹、日下 靖之、金澤 周介 

（常勤職員12名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、曲げても壊れず、薄くて軽い高性能なセン

サデバイスを作製するため、集積マイクロシステム研究

センターの極薄シリコン技術とフレキシブルエレクトロ

ニクス研究センターの非加熱実装技術を融合させフレキ

シブルハイブリッドエレクトロニクスの製造技術の確立

を目的としている。 

本年度は、センサ信号処理･通信用のシリコン回路チッ

プの薄化技術およびゼロひずみ構造フィルム基板への搭

載、アライメント精度±10 m で温度100 ℃以下での実

装技術、PET フィルム基板上への極薄シリコン回路チッ

プの実装試作を試みた。 

厚さ30 µmに薄化したオペアンプをゼロひずみ構造フ

レキシブル回路基板にフェイスダウン実装し、テキスタ

イルに集積化した。この試作したストレッチャブルハイ

ブリッドエレクトロニクスデバイスでは10 %の伸びひ

ずみ、および45°のねじりに対してもオペアンプが正常

に動作することが確認された。また、ゼロひずみ構造フ

レキシブル回路基板技術により形成した印刷銅配線を低

温プラズマ焼結法で低抵抗化し、静電植毛による起毛電

極を形成してコンプレッションウエアに実装して心電計

測ウェアを試作した。この心電計測ウェアを着衣するこ

とで心電図が計測できることを実証した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］フレキシブルハイブリッドエレクトロニ

クス、ウエアラブル、MEMS、プリンテ

ッドエレクトロニクス、極薄シリコン、

非加熱実装、心電計測 

 

［研 究 題 目］「上向流カラム通水試験」および「各種溶

出特性試験」の標準化 

［研究代表者］保高 徹生（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］保高 徹生（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、汚染土壌からの溶出挙動を正確に把握す

るための試験方法について、ISO/TC190において既に国

際規格がある「上向流カラム通水試験」に関して、国際

標準化を進めるための研究を推進する。本試験は、

TC190 Soil quality（地盤環境）下の SC7 Soil and site 

assessment（土とサイト評価）において、 ISO/TS 

21268-3（技術仕様）として標準化されている。しかし、
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この標準は技術仕様にとどまっていることから、正式な

ISO 化に向けたアップグレードを主導するリーダーとし

て取り組みを実施した。具体的には、過年度に実施した

国内17機関が参加したリングテストの取りまとめ、規格

改定に向けた条件変更試験（流速・初期飽和時間等）を

実施し、ISO/TC190総会にて ISO/TS 21268-3の ISO 化

に向けた議論を実施した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］土壌汚染、カラム試験、国際標準化 

 

［研 究 題 目］ガスバリアフィルム用ナノクレイ規格 

［研究代表者］蛯名 武雄（化学プロセス研究部門） 

［研究担当者］蛯名 武雄（化学プロセス研究部門）、吉

田 肇、新井 健太（工学計測標準研究

部門）、 

鈴木 正哉、三好 陽子、 

 犬飼 恵一（構造材料研究部門） 

 （常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

粘土（ナノクレイ）にはハイガスバリアフィルムの製

造に用いることができる高品質な粘土と用いることがで

きない安価な粘土があり、両者は大きな価格差がある。

しかし、品質を示すデータの項目やその測定方法は粘土

販売メーカーによって異なるため、ユーザーはどのメー

カーの粘土を購入すべきか直ちに判断ができず、粘土を

用いたハイガスバリアフィルムの開発や普及の妨げにな

っている。本提案では、ハイガスバリアフィルムの製造

に適した粘土の特性と、その測定方法を国際標準化する

ことを目的とする。 

本規格案を ISO（国際標準化機構）に提案した結果、

ISO の技術委員会の1つである TC229（ナノテクノロジ

ー専門委員会）の議長から、先に提案されたイランの規

格案の内容と重複していることを指摘された。2017年10

月のソウル会議において、TC229議長、日本代表団団長、

イラン代表団団長、エキスパート等の間での調整を行っ

た結果、本規格案をナノクレイ規格 Part-1とし、イラン

の規格案を Part-2とすることで合意した。本規格案は、

2017年12月に NWIP（新規事業案件提案）投票が行われ、

2018年3月に採決され、国際標準化に向けて進むことが

決定した。 

［領 域 名］材料・化学、計量標準総合センター、地

質調査総合センター 

［キーワード］粘土、ガスバリアフィルム、国際標準化 

 

［研 究 題 目］メタン生成補酵素を用いた革新的バイオ

ガス生産システムの創製 

［研究代表者］金子 雅紀（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］金子 雅紀、辻村 清也（筑波大学） 

 （常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究ではメタン生成アーキアが特異的に持つ補酵素

をメタン生成触媒として活用するためのシーズ研究を行

う。当該年度は、メタン生成補酵素を生産および抽出・

精製するためのジャーファンメンターおよび抽出・精製

ラインを整備し、現在までに2 kg の培養菌体を獲得し、

数10ミリグラムの粉末補酵素を得た。また、触媒として

応用するために、ポテンショスタットをはじめとする、

実験環境を整備した。今後は粉末補酵素を触媒として機

能させるための活性化実験および各種メタン生成反応を

試みる。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］メタン生成アーキア、メタン生成補酵素、

触媒反応 

 

［研 究 題 目］円形管路の絞り機構による流量測定方法

－スロートタップ式フローノズル 

［研究代表者］古市 紀之（工学計測標準研究部門） 
［研究担当者］古市 紀之、寺尾 吉哉（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 現在の蒸気タービンの評価方法に関する IEC60953は、

流量計測に関して ISO5167におけるオリフィス等の使

用を定義している。蒸気タービンの評価結果は流量計測

における精度が支配的であるが、このオリフィス等の持

つ不確かさは非常に大きい。より高い精度における蒸気

タービンの評価を行うためには、オリフィス等に比して

高い精度を有するスロートタップ式フローノズルを使用

することが望ましい。一方、すでに ASME における蒸

気タービンの評価方法（PTC6）の中においては、スロ

ートタップ式フローノズルが採用されているが、この規

格の最大の問題点は高レイノルズ数領域の流出係数に対

する外挿が許容されているにも関わらず、これが必ずし

も実情の流出係数を示していない点である。現実的には

低レイノルズ数領域における試験結果から高レイノルズ

数域に外挿により流出係数を求めざるを得ない。このた

めには高い推定精度を有する式が規格の中に必要である。

したがって、蒸気タービンの高精度評価の実施を背景に、

高精度に流出係数を推定することができる式を含めたス

ロートタップ式フローノズルを標準（ISO）化すること

を目的とする。 

 ISO5167-3を改訂する形でフローノズルに関する規格

を追加することとし、そのための実験を平成29年度にお

いて行った。行った実験は整流板の影響および上流側配

管レイアウトによる流出係数におよぼす影響調査である。

本研究においては、フローノズルのその他のパラメータ

の影響調査をすでに終えており、これらの実験結果を元

にして、ISO 規格の原案を作成した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 
［キーワード］スロートタップフローノズル、差圧式流

量計、不確かさ、蒸気タービン 
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［研 究 題 目］半導体製造工程で使用するプロセスガス

流量の標準化 

［研究代表者］森岡 敏博（工学計測標準研究部門） 
［研究担当者］森岡 敏博（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、半導体製造工程において使用されている

可燃性・腐食性・毒性等の特殊プロセスガスの流量計測

技術を開発する。半導体製造におけるプロセスガスの中

には、可燃性、腐食性や毒性等の特殊な性質を持つもの

が多くあるが、これらのガスに使用する流量計の校正や

評価試験は不活性や非毒性の代替ガスによらざるを得ず、

評価結果の信頼性が低く、計測技術も未確立となってい

る。近年、半導体業界では、半導体デバイスの製造技術

の高精度化とともに、再現性や互換性が求められている。 

 本研究では、特殊ガス供給設備（シリンダキャビネッ

ト）、ガス漏れ警報設備、排ガスダクト、排ガス処理装置

（スクラバー）等の特殊ガス対応設備を導入し、反応性・

毒性ガスに対応した静的衡量法を用いた気体流量標準設

備による特殊プロセスガスの計測技術を確立し、プロセ

スガス流量の標準化を目標とする。 
 本年度は、ラウンド・ロビンテストによるメーカー間

器差の原因究明のため、仲介器及びラウンド・ロビンテ

スト方法の再検討を行い、将来の標準化へ向けた継続的

な実施体制と計画を確立した。本研究の成果は、プロセ

スガス流量の標準化による半導体デバイスの微細化や極

薄膜形成・エッチング技術の高精度化が期待され、半導

体製造メーカー、半導体製造装置機器メーカー、流量計

メーカー、特殊ガス供給会社等に貢献できるものと考え

ている。 

［領 域 名］計量標準総合センター 
［キーワード］気体流量、半導体、プロセスガス、マス

フローコントローラ、ラウンド・ロビン

テスト 
 

［研 究 題 目］革新的超微小質量・力・トルク計測技術

の開発 

［研究代表者］藤井 賢一（工学計測標準研究部門） 
［研究担当者］藤井 賢一、山本 泰之、藤田 一慧、

西野 敦洋（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 キログラムの基準が人工物であるキログラム原器から

プランク定数に移行すると、これまで測定することが困

難だった超微小な質量、力、トルクなどの力学量をプラ

ンク定数にトレーサブルな方法で測定することが可能に

なる。2018年に予定されているキログラムの定義改定の

効果を活用して、超微小な質量・力・トルクなどの計測

技術を開発し、これらの技術を世界に先駆けて微量分析

技術やナノテクノロジーなどに応用するために、電圧天

びん、光放射圧測定装置、超微小トルク測定装置などを

開発し、企業との共同研究などを通じてこれらの計測技

術を製品化することを目標とする。 

超微小質量・力計測技術については、静電容量 C の鉛

直方向の変位 z への依存性（dC/dz）の測定から微小な

静電気力を正確に発生できるボルトバランス装置を開発

した。また、クロスキャパシタ型の MEMS 質量センサ

の基本構造を製作し、dC/dz の校正を省くことが可能な

測定原理の検討を進めた。また、光放射圧の測定から超

微小質量・力を測るボルトバランス装置も開発し、多様

な測定原理を応用した計測技術開発を行った。 

超微小トルク計測技術についてはキッブルバランス法

の測定原理を回転計に応用し、国際単位系（SI）にトレ

ーサブルなトルクとしては世界初となる 0.27 µN·m の

発生に成功した。また、微小トルク標準を供給するため

に、電磁力方式によるトルク計測機器の校正技術を開発

した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 
［キーワード］微小質量、微小力、微小トルク、電圧天

びん、光放射圧、プランク定数 
 

［研 究 題 目］高圧気体用圧力計の校正方法及び特性試

験方法の標準化 

［研究代表者］梶川 宏明（工学計測標準研究部門） 
［研究担当者］梶川 宏明、小島 桃子、飯泉 英昭、

小畠 時彦（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

水素ステーション、化学プラントなどの高圧ガス利用

施設では、使用する圧力計の定期的な校正・検査が必要

である。現在、高圧気体用圧力計の校正方法について共

通の技術基準はなく、方法の妥当性の検証も十分でない。

校正事業者や検査事業者からは、校正方法やトレーサビ

リティ確保の方法についての技術基準（標準化）が要望

されている。方法の妥当性や校正結果の整合性の検証は、

国際整合性の確保された気体圧力標準と液体圧力標準の

両方を維持している産総研の技術により可能となるため、

産総研が主導して検証実験や規格化を進めることが期待

されている。 

本研究では、高圧気体を利用する事業者に対して圧力

計の校正・検査に関する技術課題とニーズ調査を行い、

調査で挙がった方法について検証実験を行う。複数の方

法で行った校正結果の整合性を確認すると共に、それぞ

れの方法で適切な校正結果を得るために必要な技術要件

（装置構成や加圧手順など）を明らかにする。技術調査

及び検証実験の結果を基に、校正方法・特性試験方法の

規格化を行うことを目的とする。 

 平成29年度は、国内の圧力計校正事業者、及び水素ス

テーションの製造や管理を行う企業に対して本標準化活

動の紹介とヒアリングを行った。また、高圧気体用圧力

計に対して揮発性の高い液体を用いて液体圧力で校正を

行う方法について実証実験を行った。高圧気体を用いた

校正結果と揮発性の高い液体を用いた校正結果とを比較
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し、不確かさの範囲内で一致することを確認した。規格

作成の準備として、高圧気体用圧力計の製造・校正・検

査等を実施している校正事業者の技術担当者と検討会を

行い、規格内容や項目立てについて議論を行った。 

［領 域 名］計量標準総合センター 
［キーワード］圧力校正、圧力計、高圧ガス、水素ステ

ーション 

 

［研 究 題 目］3D 計測エボリューション 

［研究代表者］高辻 利之（工学計測標準研究部門） 
［研究担当者］高辻 利之、阿部 誠、佐藤  理、 

鍜島 麻理子、松崎 和也、寺崎 正 

（製造技術研究部門）、呂 明子、 

加藤 裕美（常勤職員6名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 製品の設計・製造・検査などの一連の工程においてデ

ジタルデータを使って効率化する試みがデジタルエンジ

ニアリングとして取り組まれている。さらにデジタルデ

ータを活用してものづくりの工程の PDCA を有機的に

回すことによって生産性を向上する、クローズドループ

エンジニアリングに対する期待が高まっている。こうし

た動向に対し、46の公設試験研究機関（以下、公設研）、

16社の民間企業オブザーバ、さらに3者の有識者の参画

を得て研究会活動に取り組んだ。平成29年度は日本全国

を4地域に分割した地域分科会活動により、地域産業ニ

ーズに密着した効率的な地域連携および情報交換を進め

た。研究活動として、全体課題1件、地域課題2件、自由

選択課題2件、挑戦的課題1件の合計6件の研究課題を設

定し、参加公設研のニーズに沿った課題設定を可能とす

るとともに、研究活動の効率化、研究成果のさらなる充

実を図った。得られた成果は成果報告書および資料集と

してとりまとめ、参加公設研による情報共有を推進した。

また産総研から参加公設研を経て地域産業に波及するイ

ンパクトを参加公設研に対するアンケート結果としてと

りまとめた。それによると、当プロジェクトの成果によ

って、共同研究・受託研究48件、依頼試験・機器利用1,133

件、技術相談・技術支援1,569件、およびセミナー・講演

会90件につながる成果を得ることができた。 

［領 域 名］計量標準総合センター 
［キーワード］3Dプリンタ、3Dスキャナ、3D造形、3D

計測、3Dものづくり、クローズドループ

エンジニアリング 

 

［研 究 題 目］座標測定機（CMM）による幾何形状測定

結果の不確かさ算出法の標準化 

［研究代表者］佐藤 理（工学計測標準研究部門） 
［研究担当者］佐藤 理、阿部 誠、松崎 和也 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 2000年代に入り機械・電機製造業を中心に、製品構想

及び設計段階における三次元 CAD の利用と、そこから

生成する加工データの活用が増加している。製品の検査

においては、座標測定機（Coordinate Measuring 

Machine: CMM）を中心とする三次元寸法形状測定シス

テムを利用した、設計値と三次元形状測定データとの照

合が行われており、測定の不確かさを考慮して合否判定

を行うことが求められている（ISO 14263-1:2017）。し

かしながら CMM は複雑な計測システムであり、その測

定の不確かさを算出することは容易ではない。CMM を

使用した検査における測定不確かさ算出法の標準化とし

て、日本側からは産総研を中心として、製造現場にも普

及させやすい、複数姿勢・複数回測定から不確かさを算

出する方法の標準化を ISO 15530シリーズの1パートと

して制定するよう、ISO TC213に働きかけてきた。 

 本 FS 事業では今後の ISO における標準化活動におい

て多くの票数を持つ欧州側と、不確かさ算出法における

方法論などの意見調整を行い、必要な技術的エビデンス

を収集する準備を行った。欧州の複数の国立研究所と連

名で、本手法を含む一連の測定の不確かさ評価手法（ISO 

15530-2 及び ISO 15530-5）の標準化推進プロジェクト

（EUCoM Project）に応募した。提案した EUCoM プロ

ジェクトは2018年1月に採択され、2018年 6 月からの 

3 年間で実施されることが決定した。このプロジェクト

による成果は、日本をプロジェクトリーダとして提案す

る ISO 15530-2の審議において、理論面、技術面での根

拠として活用される。今後の年次展開としては、EUCoM

プロジェクト期間開始から18ヶ月目を目標に、マイルス

トーンとして複数姿勢・複数回測定から不確かさを算出

する方法を確立する計画となっている。またプロジェク

ト34ヶ月目までに ISO TC213 WG10での審議のための

検証実験を完了し、ISO 15530-2（日本から）及び ISO 

15530-5（欧州から）として提案し、国際標準化を進め

る計画となっている。 

 技術面の検討については産総研とドイツ物理工学研究

所が連携して進める。検証実験の実施にあたっては、東

京都立産業技術研究センターも協力することとなった。

検証実験のプロトコル作成に先立ち、複数の幾何公差を

含むゲージを作成し、提案する手法で妥当な大きさの測

定の不確かさを付与できるかを検討した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 
［キーワード］適合性評価、不確かさ、3D 計測 
 

［研 究 題 目］ミリ波帯二平衡平板型共振法による誘電

体評価技術の研究 

［研究代表者］加藤 悠人、堀部 雅弘（物理計測標準

研究部門）（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 自動車衝突防止レーダー、短距離無線通信（WiGig）

や第5世代携帯電話などの部品（回路・アンテナ）の設

計に不可欠な誘電率は、ミリ波帯においては測定の再現
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性や信頼性に課題があり、設計に使用できるパラメータ

として信頼することができていない。そこで、産総研の

保有するミリ波帯の電磁波計測技術によりミリ波帯の誘

電率測定の再現性を改善し、測定結果の不確かさを明確

にした誘電率計測技術を実現し、その測定手順や解析方

法を標準化に取り組む。そして、国際標準化の取り組み

と平行して、測定システム（ノウハウ）および解析プロ

グラムの利用普及を推進してきた。 

 今年度は、共振器の堅牢性（長期的な使用における性

能の安定性）や測定再現性・精度の評価と改良、解析プ

ログラムのプログラムの利便性向上を進め、測定方法自

体の妥当性検証のための、国際的なラウンドロビンを開

始した。これに平行して、共振器製造業者、計測器メー

カーと連携して、産総研のプログラムをライセンシング

し、測定システムとしての普及を図り、5件のプログラ

ムのライセンシングを行った。また、原理と実証データ

に基づき、NP 提案文書を作成するとともに、提案に向

けて IEC TC46/SC46F 国際会議にて提案内容を説明す

るとともに、関係者と著性を行った。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］誘電率計測、ミリ波、国際標準化、ライ

センシング 

 

［研 究 題 目］ナノ構造と単一電子制御技術を用いた極

限量子計測の実現 

［研究代表者］金子 晋久（物理計測標準研究部門） 

［研究担当者］金子 晋久、福山 康弘、丸山 道隆、

大江 武彦、中村 秀司、岡崎 雄馬、

高田 真太郎、浦野 千春、三澤 哲郎、

内藤 裕一、板谷 太郎 

（常勤職員10名） 

［研 究 内 容］ 

 超高感度単一電子センサと超高性能単一電子ポンプは、

共に極限量子計測における発生器とセンサという相対的

な基本要素技術の関係にある。新しいデジタル社会の実

現と目指すべき未来社会には、「極微小で高感度なセンサ

ー」とそれをサポートする基盤量子技術が必須であり、

本研究では単一電子操作技術を中心にその基盤量子技術

の確立を目指している。基盤技術の面では、抵抗、電圧、

電流を量子力学的に発生させ、それらの整合性を検証す

るメトロロジートライアングル実験に必要な技術である

単一電子ポンプ、高抵抗量子ホールアレー、ジョセフソ

ン電圧測定系を完成させた。これらの研究で単一電子ポ

ンプ電流を100 pA 以上まで高めることに成功した。超伝

導単一電子ポンプのエラー原因についてはそのエラー低

減機構も含め完全に解明した。さらに半導体量子ドット

単一電子ポンプを用い世界初の単一電子ポンプのデジタ

ル交流動作を実現した。人工分子（二重量子ドット）に

おける Fano 効果と呼ばれる量子効果の世界初観測にも

成功した。またグラフェンナノリボン、Si 欠陥素子、産

総研内領域連携を強めつつ外部研究所・大学とも連携研

究を続けている。1 MΩ量子ホールアレー素子の検証に

おいては、韓国 KRISS での直接検証実験、伊トリノ工

科大における数値計算など国際的な協力も得られ、量子

化抵抗値の不確かさ検証に成功した。電圧測定において

は国家電圧標準を元に検証実験を実施した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］光子、光量子、超伝導、スペクトルイメ

ージング、分光測定、近赤外、高感度光

センサー、光検出器 

 

［研 究 題 目］流動場分離法を用いたナノ材料分級法に

係る国際規格の提案 

［研究代表者］加藤 晴久（物質計測標準研究部門） 

［研究担当者］加藤 晴久、中村 文子、伴野 秀邦 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 欧米で急速に進捗するナノ材料の輸出入規制やナノ適

合判定に係る法整備展開により、本来高品質であるとさ

れる国産ナノ材料の競争力にマイナスの影響を与えうる

懸念が高い。優れた国産ナノ材料の特性を示しつつ、ナ

ノ適合判定を実施するには分級法を用いたナノ材料の特

性評価は欠かすことができない。そこで、本研究ではナ

ノ材料分級法の中でも最も適用範囲が広く、世界規模で

利 用 さ れ て い る 流 動 場 分 離 法 （ Field Flow 

Fractionation：FFF）に対し、材料の適用範囲ならびに

規定すべき分級条件因子等を決定する評価研究を実施し

た。研究代表者はプロジェクトリーダーとして国際規格

の策定を主導し、H29年度9月に Technical Specification

（TS21362）としての最終案を作成した。投票の結果、

10月末に棄権を除くすべての国からの賛成投票を受け、

出版に進むことが合意された。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］流動場分離法、分級、粒子径、粒子径分

布 

 

［研 究 題 目］甲状腺モニタ用ファントム標準化のため

の研究 

［研究代表者］柚木 彰（分析計測標準研究部門） 

［研究担当者］柚木 彰、佐藤 泰、海野 泰裕、 

古川 理央（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 本テーマは、震災後、体内被ばくを評価するために広

く使われている体内放射能測定装置のうち、甲状腺モニ

タのレスポンス評価について、ファントム及び試験体系

の標準化、並びに試験精度の向上を図り、製品規格であ

る JIS Z 4343及び IEC 61582に反映することを目標と

する。そのため、甲状腺モニタ用ファントムについて、

線源及びファントム形状の違いによるレスポンス評価の

違い、並びに線源及びファントムに対する検出器の幾何
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学的配置とレスポンスの関係を試験評価する。平成29年

度は市場占有率が高い米国製品が準拠する、ANSI 規格

に基づくファントム、及び国際的な標準となる国際放射

線防護委員会が定めた標準的人体寸法に基づいて製作し

た甲状腺模擬線源を用いたレスポンス試験を行った。こ

れらの結果と平成28年度に実施した様々なファントム

を用いた試験結果とを比較することにより、標準的な試

験条件を絞り込み、レスポンス評価の標準化を裏付ける

試験結果としてまとめた。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］体内放射能測定装置、甲状腺モニタ、フ

ァントム、レスポンス、工業標準 

 

［研 究 題 目］インフラヘルスイノベーション 

［研究代表者］津田 浩（分析計測標準研究部門） 

［研究担当者］津田 浩、鈴木 良一、李 志遠、 

王 慶華、夏 鵬、叶 嘉星（分析計測

標準研究部門）、神村 明哉、森川 泰、

前川 仁（知能システム研究部門）、 

村川 正宏（人工知能研究センター）、 

倉島 優一、小林 健（集積マイクロシ

ステム剣閃絵センター）、神宮司 元治、

横田 俊之（地圏資源環境研究部門） 

（常勤職員14名） 

［研 究 内 容］ 

高度成長期の建設された老朽化した我が国の社会イン

フラの健全性を高い信頼性で経済的に評価する新規な検

査技術を開発することを目的に、画像計測技術を利用し

た構造物の変形分布計測、ロボット、および X 線を利用

した被覆配管の腐食検出、MEMS センサを利用した土石

流発生検出、および比抵抗測定による土壌水分評価技術

を開発した。 

画像計測についてはモアレを利用することで高精度に

変位分布を計測できるサンプリングモアレ技術を開発し、

デジタルカメラ撮影した鉄道橋、および道路橋の変形分

布を計測した。 

被覆配管の腐食検知に関しては内径25 mm を移動で

きる打音機構を有する小型ロボットを作成し、収録した

打音データを AI 解析することで、40 %減肉を検出でき

ることを確認した。また小型 X 線源を利用して、130×

130×50 mm、重さ1.5 kg の可搬 X 線発生装置を開発し、

配管の20 %減肉を検出できることを実証した。 

鹿児島県桜島野尻川の砂防ダムに MEMS 加速度セン

サを設置し、収録された加速度データの AI 解析から、

土石流発生時の加速度データの特徴量を抽出し、90 %以

上の確率でセンサ信号から「異常なし」、「降雨」、「土石

流」の3つのイベントを分類できる解析ツールを開発し

た。 

土壌水分評価では水分を含んだスポンジ電極を利用す

ることで穿孔することなく土中水分計測が可能な比抵抗

計測装置を開発した。横須賀市、富士市などで開発シス

テムを適用した結果、土壌水分計測において高い再現性

と十分な精度を有することが実証された。 

［領 域 名］計量標準総合センター、情報・人間、エ

レクトロニクス・製造、地質調査総合セ

ンター 

［キーワード］構造物健全性評価、変形計測、配管検査、

土石流検知、土壌水分計測 
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(3) 外部資金 

 中期目標や中期計画で定められているように、産業技

術総合研究所は、業務の効率的な実施による費用の低減、

自己収入の増加その他の経営努力により財務内容の改善

を図ることとなっており、そのため、外部資金や自己収

入の増加と固定的経費の割合の縮減に努めている。 

 外部資金の多くは、各省庁からの様々な制度に基づく

委託研究費で、その多くが、公募型資金となってきてい

る。産業技術総合研究所が受け入れる外部資金は、制度

的には、主に受託研究として受け入れられ、研究終了後

それぞれの委託元に詳しい成果報告がなされている。 

 

平成29年度に受け入れた受託収入等の状況 

資 金 名 
件数 

（ﾃｰﾏ） 

決算額 

（千円） 

受託収入  24,704,575
(1) 国からの受託収入  4,076,463
1) 経済産業省  3,087,670

石油天然ガス基礎調査等委託費 2 1,383,227
放射性廃棄物処分基準調査等委託費 2 597,507
エネルギー使用合理化設備導入促

進対策調査等委託費 

8 830,310

工業標準化推進事業委託費 2 53,342
産業技術研究開発委託費 1 119,332
非化石エネルギー等導入促進対策調

査等委託費 

1 26,899

石油製品需給適正化調査等委託費 2 16,244
化学物質安全対策委託費 2 29,253
中小企業消費者行政推進調査等委託費 1 31,555

2) 文部科学省  196,020
科学技術基礎調査等委託事業 3 182,413
国家課題対応型研究開発推進事業 1 13,607

3) 環境省  661,592
原子力施設等防災対策等委託費 2 596,486
環境保全調査等委託費 1 9,493
放射線対策委託費 2 19,210
試験研究調査委託費 1 14,484
その他 2 21,919

4) その他省庁 16 131,181
(2) 国以外からの受託収入  20,628,112
1) 新エネルギー・産業技術総合開発機構 104 14,916,004
2) その他公益法人 329 5,039,575
3) 民間企業 132 662,822
4) 受託出張  9,711

その他収入  11,129,371
(1) 資金提供型共同研究収入  6,533,615
(2) 知的所有権収入  428,932
(3) 技術コンサルティング費  602,102
(4) 外部グラント 

（個人助成金の間接経費分） 

 544,606

(5) その他  3,020,116
合 計  35,833,946

※ 千円未満四捨五入のため、合計と一致しないことがあります。 

 
 

 

１）国からの受託収入 
【経済産業省】 

■石油天然ガス基礎調査等委託費 2テーマ 13.8億

円 

 日本周辺海域に相当量の賦存が期待されているメタ

ンハイドレートを将来のエネルギー資源として利用可

能とするため、平成30年度までに商業的産出のために

必要な技術整備を行うための経費、他。 

 

■放射性廃棄物処分基準調査等委託費 2テーマ 6.0億

円 

 我が国における沿岸部固有の環境を踏まえ、概要

調査段階で必要となる地質環境の調査・工学・安全

評価に関する技術開発に取り組むための経費、他。 

 

■エネルギー使用合理化設備導入促進対策調査等委託費  

8テーマ 8.3億円 

 世界最先端の海外研究機関等と我が国の研究機関等が

連携を強化し、省エネ・新エネ技術分野ごとにターゲッ

トを絞って戦略的に革新的エネルギー技術を創出する国

際的共同研究を推進するとともに、エネルギー分野の技

術開発に関する海外の優れたイノベーションシステムを

取り込むための経費、他。 

 

■工業標準化推進事業委託費 2テーマ 0.5億円 

 我が国において、燃料電池自動車の本格的な普及を進

めるに当たり、水素ステーションにおける水素燃料取引

に使用される計量器に関する国際標準化事業を実施する

ための経費、他。 

 

■産業技術研究開発委託費 1テーマ 1.2億円 

国際宇宙ステーション（ISS）に搭載したハイパース

ペクトルセンサにより取得されるデータの利用基盤技術

について、研究開発を実施し、宇宙実証を通じてその実

用化に向けて必要なデータ等の取得を行うための経費。 

 

■非化石エネルギー等導入促進対策調査等委託費 1テ

ーマ 0.3億円 

 想定される新設の中低圧水素導管供給システムを実際

に運用していく際の維持管理上の課題について、技術

調査等を通じて安全かつ合理的な維持管理方法を明

らかにすることにより、水素ガスの工作物の技術基

準の整備に資するための経費。 

 

■石油製品需給適正化調査等委託費 2テーマ 0.2億円 

 過去事故を詳細分析して現場作業員が安全に作業する

ためのチェックポイントを抽出してチェックポイント集

を充実させ、また、チェックポイントを活用する為の検

索システムを構築し、現場レベルでの評価を受け改善す

るための経費、他。 
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■化学物質安全対策委託費 2テーマ 0.3億円 

 ナノ安全プロジェクトの成果について、OECD のテ

ストガイドライン又はガイダンスドキュメントとするこ

とを目標に、成果物の手順書を用いたラボ間比較試験を

実施し追加データを取得するとともに、OECD への情

報発信や有識者の意見交換等を行い、また、これらの活

動から得られた知見を基に、ナノ安全性プロジェクト成

果物である手順書の改良を行うための経費、他。 

 

■中小企業消費者行政推進調査等委託費 1テーマ 0.3

億円 

 進展する高齢化社会への対応や IoT、AI といった新

たな情報技術を活用してより安全性の高い製品開発をす

る際に不可欠となるビッグデータの整備を行うための経

費。 

 

【文部科学省】 

■科学技術基礎調査等委託事業 3テーマ 1.8億円 

 内陸の主要活断層及び沿岸海域の活断層について、各

活断層から発生する大地震の発生確率の算出及び地震規

模の推定を高度化し、また地震調査研究推進本部による

評価の改訂に資するための調査を行い、具体的なデータ

取得と総合解析を実施するための経費、他。 

 

■国家課題対応型研究開発推進事業 1テーマ 0.1億円 

 高放射線環境下においても安定して動作する半導体イ

メージセンサの実現をめざし、耐放射線性の極めて高い

半導体である炭化ケイ素を活用した耐放射線半導体イメ

ージセンサを実現するための各種要素技術を開発すると

ともに、プロトタイプを試作するための経費。 

 

【環境省】 

■原子力施設等防災対策等委託費 2テーマ 6.0億円 

 火山の特性、地下構造、地球物理学的及び地球化学的

調査手法等の最新知見に基づく火山活動に起因する事象

調査から、原子力施設に影響を与える火山活動の可能性

をより定量的に評価するための評価基準・指標、火山活

動モニタリング評価基準・指標に関する知見を整備する

ための経費、他。 

 

■環境保全調査等委託費 1テーマ 0.1億円 

 水銀を利用しているアジアの採掘現場を調査し、その

実態を明らかにするするとともに、採掘時に水銀利用を

伴わない「エシカルジュエリー」を導入する可能性につ

いて調査し、調査結果を踏まえた政策 手段や経済的手

法を提案するための経費。 

 

■放射線対策委託費 2テーマ 0.2億円 

 水晶体等価線量評価に用いる線量計の試験・校正手法

を開発するために、β線標準場のエネルギーの拡大と X

線・β線標準場の水晶体等価線量評価に関する実用量の

導出によって線量計を試験・校正できる環境を整備し、

水晶体等価線量評価に用いる線量計の試験・校正の実証

実験を行うための経費、他。 

 

■試験研究調査委託費 1テーマ 0.1億円 

 環境省設置法第4条第3号の規定に基づいて、関係府

省の試験研究機関が実施する地球環境の保全に関する試

験研究費を「地球環境保全試験研究費（地球一括計

上）」として環境省において一括して予算計上し、その

配分を通じて国の環境保全に関する試験研究の総合調整

を行うための経費。 

 

■その他 2テーマ 0.2億円 

 

【その他省庁】 16テーマ 1.3億円 

 

２）国以外からの受託収入 

■新エネルギー・産業技術総合開発機構 

 平成29年度は、104テーマを149.2億円で実施した。 

 

■その他公益法人 

 平成29年度は、329テーマを50.4億円で実施した。 

 

■民間企業 

 平成29年度は、132テーマを6.6億円で実施した。 

■受託出張 

 平成29年度は、受託出張の経費0.1億円を受け入れた。 

 

３）その他収入 

■資金提供型共同研究収入 

 平成29年度は、民間企業から61.5億円、民間企業以

外から3.8億円の合計65.3億円の資金提供を受け共同研

究を実施した。 

 

■知的所有権収入 

 平成29年度は、当所が所有する産業財産権等を企業

等に利用させた実施料収入等として4.3億円を獲得した。 

 

■技術コンサルティング費 

 平成27年度から、多様な民間企業ニーズに応えるた

め、新たに技術コンサルティング制度を新設し、平成

29年度は6.0億円を獲得した。 

 

■外部グラント 

 平成29年度は、科研費補助金及び研究助成金の経理

委任収入（間接経費分）として5.4億円を受け入れた。 

 

■その他 

 平成29年度は、計量標準供給業務・計量教習業務に
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よる手数料収入、地質図幅等の頒布収入、産学官連携活

動の一環として当所施設内で連携先が共同研究等を行う

ときの経費負担収入及び国等からの機関補助金等として、

30.2億円を受け入れた。 

 

 

 

 

１）国からの受託収入 
①経済産業省 
・石油天然ガス基礎調査等委託費 

［研 究 題 目］平成28年度メタンハイドレート開発促進

事業 

［研究代表者］天満 則夫（創エネルギー研究部門） 

［研究担当者］長尾 二郎、皆川 秀紀、神 裕介、 

木田 真人、今野 義浩、木村 匠、 

山本 佳孝、室町 実大、清水 努、 

村岡 道弘、森田 洋充、坂本 靖英、 

米田 純、片桐 淳、野田 翔兵、 

覺本 真代、清野 文雄（兼務）、 

佐藤 章子、長原 さゆり、内海 崇、 

袴田 陽子、池田 育子、林 順子、 

眞城 一憲、渡邊 瑞穂、大島 基、 

深見 英司、羽田 博憲、金子 広明、 

西村 興男、泉 彰子、西川 泰則、 

桝井 明、加藤 晃、山田 剛士、 

明円 文子、青木 一男、熊谷 小百合、 

古屋 敦子、大竹 道香、宮田 雅子、 

須々木 尚子、野崎 たみ、椿 卓也、 

白鳥 治子、永瀬 茂紀（派遣）、 

吉田 卓（派遣）、金澤 達男（派遣）、 

糠沢 拓真（派遣） 

（常勤職員18名、他32名） 

［研 究 内 容］ 

 メタンハイドレート開発促進事業の生産手法開発に関

する研究開発では、メタンハイドレート層からメタンガ

スを長期的に大量かつ安定的に生産するための生産技術

の整備を進めている。本技術開発では減圧法では十分に

回収できない貯留層に対して、追加するエネルギーを抑

えながら回収率、生産量の増進を図る生産性増進化技術

の開発、坑井のガス生産性およびメタンハイドレート貯

留層の生産挙動を高い精度で予測する生産性・生産挙動

評価技術の高度化および生産に伴う地層変形・圧密挙動

について長期的な安全性を評価するための地層特性評価

技術の高度化を実施している。 

生産性増進化技術の開発においては、メタンハイドレ

ート堆積物層の初期有効浸透率を増加させる方法の一つ

として考えている通電加熱法の現場での適用を検討する

ために、数値シミュレーション用のパラメータ取得のた

めの要素実験を実施した。各濃度の NaCl 溶液における

飽和堆積物の電気抵抗を測定し、MH 堆積物の通電加

熱結果と比較検討を行いデータの整理を行った。CO2/

水エマルジョン圧入による生産増進法では、現場への適

用性として 0 ℃に近い地層における効果を確認するた

めの室内実験による検討を行った。初期温度 3.5 ℃で、

70 ‰の NaCl 溶液を用いた場合には、発熱による温度

上昇の結果が得られ、本手法の適用可能性が示された。 

 また、長期安定生産を実現するための生産障害対策技
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術として、生産井周辺堆積層における MH 再生成によ

る浸透率低下の防止・対策が重要である。そこで、堆積

物モデル内で生成したハイドレートの形態と、有効浸透

率の関係に関する実験的解析を実施した。実験装置内に

設けた堆積物を模擬したセルの温度圧力を制御して堆積

物モデルセル内に MH が生成する際の差圧・有効浸透

率と時間の関係を計測したところ、MH の生成に伴っ

て、浸透率の低下が確認された。浸透率の低下のメカニ

ズムとして、水とガスの界面で MH の薄膜が形成し、

MH 膜で覆われた領域がガスの流路本数を減少させる

様子が観察され、堆積物モデル内で形成する MH の形

態と浸透率を同時に観察・測定することに世界で始めて

成功した。 

 坑井内流動障害対策技術の開発に関しては、低温・高

圧混相フローループ装置内でメタン－水系気泡流を生成

し、一定温度の下でガス圧入および水圧入により系の圧

力を変化させ、メタンハイドレート生成を含むメタン－

水系混相流が、生成プロセスにおける流速や圧力条件に

応じて異なる流動パターンが形成されることを明らかに

した。インヒビタに関する検討として、実際に生産ガス

に含まれる他の天然ガス成分や CO2圧入生産増進法な

どへの MH インヒビタの可用性を検討するため、エタ

ンまたは二酸化炭素ハイドレートに与える阻害効果を実

験的に測定した。その結果、MH に対する阻害効果と

同等の効果が得られることを確認した。坑井内システム

の最適な配管様式や生産条件の解明のために、海洋産出

試験での坑底圧を想定した条件で、坑井スクリーン通過

直後のメタンガス気泡を含む気液ニ相流の測定を行った。

圧力、液流量、温度を様々に変化させた場合のスクリー

ン下流における気泡径分布に関する画像解析を実施した

ところ、全ての条件において、流速の増加に伴い、気泡

の平均直径が小さくなる傾向を示した。これは、流量増

加に伴う流速増加によりせん断力が増加するため、気泡

の崩壊が促進されるためと考えられた。 

 さらに、大型室内試験装置による実証として、シミュ

レータの精度向上に資するデータ取得として、大型室内

試験装置を用いた実験を行った。硅砂に細粒分を混合す

ることで原位置でのメタンハイドレート胚胎砂層の浸透

率を再現し、同様の減圧試験を適用することで長期的か

つ不均質に広がる変形挙動の取得を行った。土層の浸透

率はメタンハイドレートが胚胎した南海トラフの堆積土

の初期有効浸透率を再現し、解析結果からは土層内での

微小な圧力勾配を確認することができた。これに対応し、

土層の天端で鉛直変位が出現し、井戸の近傍より徐々に

大きくなり、最終的にはある沈下面に収束することが確

認された。 

 生産性・生産挙動評価技術の高度化においては、生産

シミュレータの機能強化と商業生産の生産性評価に関し

ては、生産シミュレータ MH21-HYDRES に CO2/水エ

マルジョン圧入による増進回収法の計算機能を付加する

ため計算プログラムの物性計算サブルーチンと連立方程

式ソルバー部などに改良を加えた後で、C/W（CO2-

水）エマルジョン圧入法による増進回収効果（CO2の溶

解熱/ハイドレート生成熱による増進回収効果）を数値

実験で検討した。解析では、減圧法終了時に残存する

MH の数10 %を増進回収する効果があることが推察さ

れた。これまで開発してきた水理モデル（MH21-

HYDRES）と力学モデル（COTHMA）の統合化プロ

グラムは、力学挙動を反映して MH の分解・生産挙動

を予測することを可能としたが、解決すべき課題として、

計算時間の短縮（ハイブリッド法の適用）、繰り返し計

算における収束判定の見直し、両モデル間のデータの移

送法、圧密に対する温度の影響の考慮、等があることを

明らかにした。 

 高精度貯留層モデルの開発および産出試験の予測・検

証については、貯留層およびその周辺に存在する断層の

生産挙動に与える影響を評価するため、その浸透率を実

験的に解析した。高い有効垂直応力8.0 MPa の下で浸

透率は、せん断変位200 mm 程度まで急激な減少が認め

られた。せん断速度が10倍、50倍となった場合におい

ても、せん断に伴う浸透率の変化は同様の傾向を示した。

有効垂直応力0.5～3.0 MPa 下では、大きいせん断速度

で低い浸透率が得られた。これは、せん断速度増加によ

ってせん断層における粒子破砕が著しくなり、より発達

した、せん断層が形成されたものと推察された。また、

コア解析より、メタンハイドレート分解に伴うさまざま

な地層破壊痕跡（分解痕跡）が詳細に分類され、地層中

にはガス生産時に脆弱になる可能性がある層準が存在す

ることが示唆された。特に MH 濃集帯の分解痕跡は、

小塊構造を呈し、塊状（団子状）に収縮しているものの、

堆積物の流動構造はほとんど見られなかった。一方、低

比抵抗層準に当たる部分のコア岩相は、泥層破壊構造を

呈し、堆積物が流動しやすかったことを示しており、移

流物質を排出するには、高い含水率と少量でも MH の

存在が必要であることが明らかになった。 

 一方、貯留層モデル構築技術の一環として、インド洋

東岸沖で採取された保圧コアを用いて、生産挙動予測の

ための貯留層モデル構築に資するコアを中心に、堆積物

粒度、鉱物組成、孔隙率、飽和率およびハイドレート結

晶の包接ガス組成と水和数、熱物性、浸透率や力学パラ

メータなどのデータ取得を行った。ハイドレート分解ガ

スは、ほとんどメタンからなり、微量のエタンを含んで

いた。採取地点によっては、微量のプロパンが検出され

た。また、浸透率とハイドレート飽和率との間には緩や

かな正の相関が認められた。一方、絶対浸透率は、初期

有効浸透率に比べ1桁から2桁程度大きい値を示し、絶

対浸透率のコア間の大小関係は、初期有効浸透率におい

てもおおむね維持されており、絶対浸透率が高い堆積物

ほど高飽和率でハイドレートが胚胎していること、また、

初期有効浸透率は主に絶対浸透率に支配されていること
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が明らかになった。 

 地層特性評価技術の高度化においては、地層変形シミ

ュレータの機能強化の一つとして、メタンハイドレート

飽和率や地層変形の時間依存性などを考慮した様々な構

成式の最適化を図るため、実験を通したパラメータの見

直しや構成式の改良を行い、シミュレータの高機能化を

進めた。具体的には、精度向上のために MH 飽和率や

地層変形の時間依存性などを考慮した様々な構成式に、

時間依存性を考慮するために導入した二次圧密係数や、

載荷速度依存性に係るパラメータを追加した。これによ

り、段階的なクリープ挙動を定量的に評価できることを

確認した。また、ユーザーインターフェイスの改良とし

て、地層変形解析のための入力データの作成を支援する

プリプロセッサおよび膨大な解析結果の後処理を行うポ

ストプロセッサの機能を追加して、解析作業全体の大幅

な効率化を図った。 

 坑井周辺力学挙動・広域地層変形の評価においては、

地層と坑井の接触面強度を定量的に評価するために、個

別要素法（Discrete Element Method: DEM）により、

接触面挙動の解析として坑井表面凹凸の間隔（Rsm）に

関する検証を行った。Rsmが大きくなるにつれ摩擦強度

も高くなるが、ある一定値以上になると強度が再び低下

することがわかった。このメカニズムには「破壊面の移

動」が関わって、Rsmに応じて破壊面が砂内部に移行す

るため、摩擦強度は砂のせん断強度になるまで増加する

が、一定以上に Rsmが大きくなると、破壊面が再び接

触界面に戻ることから強度低下を生じることを示唆した。 

さらに、出砂現象の検討の一環として、第1回海洋産出

試験で観測された出砂現象に関して、出砂した砂の粒径

に対応した土層を作成し、地圧を模擬した上載圧を負荷

した条件下で、産出試験の生産条件を模擬した連続注水

試験を行うことで、出砂の有無を確認するとともに、ス

クリーンの健全性を評価した。本試験では、実機スクリ

ーンの破損の有無をパラメータとして、1）健全スクリ

ーン、2）中央部破断スクリーン、3）湾曲変形スクリ

ーンの3種類を用い、4回の連続通水試験を実施した。7

日間の連続注水において、入口と出口の差圧は0.45 

MPa で一定に保たれており、土層自体の大きな変化は

確認されなかった。また、7日間連続で注水し、シミュ

レーションからはスクリーン近傍での流速は100 m/day

以上と推算されるものの、出砂は確認されず、スクリー

ンの健全性は保たれることを明らかにした。さらに、長

期安定生産のための海底地盤の安定性に関する評価とし

て、地震発生による海底地すべりに関する室内実験およ

び解析を実施した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］メタンハイドレート、貯留層特性、生産

シミュレータ、エネルギー効率、天然ガ

ス、生産技術、原位置計測技術、熱特性、

力学特性、圧密特性、相対浸透率、産出

試験、東部南海トラフ、地層変形、生産

障害 

 

［研 究 題 目］平成29年度国内石油天然ガスに係る地質

調査・メタンハイドレートの研究開発等

事業（メタンハイドレートの研究開発） 

［研究代表者］天満 則夫（創エネルギー研究部門） 

［研究担当者］皆川 秀紀、神 裕介、木田 真人、 

今野 義浩、山本 佳孝、室町 実大、 

村岡 道弘、森田 洋充、坂本 靖英、 

米田 純、野田 翔兵、覺本 真代、 

大島 基、清野 文雄（兼務）、 

佐藤 章子、長原 さゆり、内海 崇、

袴田 陽子、池田 育子、林 順子、 

眞城 一憲、渡邊 瑞穂、深見 英司、 

羽田 博憲、泉 彰子、桝井 明、 

加藤 晃、山田 剛士、明円 文子、 

熊谷 小百合、古屋 敦子、大竹 道香、 

宮田 雅子、須々木 尚子、白鳥 治子、 

永瀬 茂紀（派遣）、吉田 卓（派遣）、 

糠沢 拓真（派遣） 

（常勤職員15名、他24名） 

［研 究 内 容］ 

 メタンハイドレート開発促進事業の生産手法開発に関

する研究開発では、メタンハイドレート層からメタンガ

スを長期的に大量かつ安定的に生産するための生産技術

の整備を進めている。本技術開発では減圧法では十分に

回収できない貯留層に対して、追加するエネルギーを抑

えながら回収率、生産量の増進を図る生産性増進化技術

の開発、坑井のガス生産性およびメタンハイドレート貯

留層の生産挙動を高い精度で予測する生産性・生産挙動

評価技術の高度化および生産に伴う地層変形・圧密挙動

について長期的な安全性を評価するための地層特性評価

技術の高度化を実施している。 

生産性増進化技術の開発においては、メタンハイドレ

ート堆積物層の初期有効浸透率を増加させる方法の一つ

として考えている通電加熱法の現場での適用を検討する

ための予察的検討として、コア温度 0 ℃における減圧

実験（10 MP→3 MPa）の後に強減圧（3 MPa→2 

MPa）を行い、減圧や温度条件などの違いによる通電

効果によるガス生産量の違いに関して室内実験を行った

ところ、コア中の残留ガス濃度、すなわちコア中の水飽

和率とガス飽和率がコアの電気抵抗率に大きく影響する

ことが明らかとなった。CO2/水エマルジョン圧入によ

る生産増進法では、現場への適用性として 0 ℃に近い

地層における効果を確認するための室内実験による検討

を引き続き行い、低温条件下での、本手法の適用可能性

の検証が進められた。 

 また、長期安定生産を実現するための生産障害対策と

して、生産井周辺堆積層における MH 再生成による浸
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透率低下の防止・対策が必要であり、防止・対策法の開

発のため、堆積層内での氷、MH の生成分解挙動の把

握のための浸透率に関する室内実験を行った。装置内の

セルの流路は40本あるが、いずれの温度条件について

も、結晶形態に関係なく、40本の流路が全て MH に覆

われた瞬間に、全体の閉塞が生じた。以上により、閉塞

防止には流路の一部でも詰まらないようにすることと、

その閉塞される領域を少なくすることが必要であること

が示唆された。 

 坑井内流動障害対策技術の開発に関しては、流動障害

となる条件を見出す技術整備の一環として、生産時の坑

井内の高圧下でのメタンガス・水の気液二相流の流動を

解析できる坑井内流動解析シミュレータ（生産システム

内のメタンガス・水の気液二相流動解析ツール）の開発

を進めた。これまで開発してきたシミュレータに、熱エ

ネルギー方程式（解析モデル）を組み込むとともに、ガ

スラインだけでなく、水ラインの解析を同時に（連成解

析）できる機能を追加し、気液分離効率50 %の場合の

管内水位変化や流量変化などの坑内流動解析に関する予

察的な解析が出来ることを確認した。 

 生産性・生産挙動評価技術の高度化においては、生産

シミュレータの機能強化と商業生産の生産性評価に関し

ては、生産シミュレータ MH21-HYDRES の挙動予測

精度の向上を図るとともに、大規模問題・実践的問題に

も対応させるために、通電加熱法のための計算ルーチン

の開発の検討や入力データ作成支援用グラフィカルユー

ザーインターフェースプログラムの改良・機能強化を実

施した。まず、通電加熱法のための計算ルーチンの開発

の検討として、通電による発熱量を計算可能な機能を

MH21-HYDRES に導入して予備的な解析を実施したと

ころ、初期温度が低い場合には、減圧法のみよりも通電

加熱法を併用したケースの方が若干高い回収率が得られ

ることを示唆した。また、MH21-HYDRES が大学や民

間企業等において使用されることを想定して、シミュレ

ーションの入力データ作成を支援するためのグラフィカ

ルユーザーインターフェイス（GUI）プログラムの改

良・機能強化作業を行った。これまで開発してきた水理

モ デ ル （ MH21-HYDRES ） と 力 学 モ デ ル

（COTHMA）の統合化プログラムは、力学挙動を反映

して MH の分解・生産挙動を予測することを可能とし

たが、計算時間の問題などが残った。そこで、計算精度

を維持しつつ計算時間を短縮する手法として、ハイブリ

ッド統合法などについて検討した。特に、MH 挙動予

測シミュレーションに求められる精度が低くても良い段

階では、流動シミュレータのみによる計算や1次元圧密

解析解との統合計算を行うこと、最終的な段階で

MH21-HYDRES と COTHMAs とを繰り返し法で統合

する際にはハイブリッド統合法が有効であること、さら

には有限要素モデルに適合細分化格子法を適用して計算

時間を短縮すること、等の方法を示した。 

 高精度貯留層モデルの開発および産出試験の予測・検

証については、メタンハイドレート貯留層での断層等の

不連続面の透水性・力学特性を繰り返し一面せん断試験

から評価を試みた。海底地盤試料を模擬した市販 NSF

粘土を用い、定体積条件および定圧条件の繰返し一面せ

ん断試験を実施し生成させた不連続面（せん断帯）の透

水係数、せん断波速度について検討した。繰返しせん断

に伴い想定したせん断帯の範囲で透水係数の値は低下す

ることが明らかになった。また、繰返しせん断に伴いせ

ん断速度は減少し、200 kPa の供試体においては、繰

返しせん断5回目以降ほぼ同じ値を示した。供試体内部

変形を可視化した結果より、200 kPa の供試体では5回

目以降はせん断帯の形成が確認されており、せん断帯の

形成段階ではせん断速度が減少し残留状態に至ると一定

値に収束する可能性が示唆された。また、コア解析より、

泥層破壊もしくは類似の物性を持つ層準が不均質性をも

たらす移流物質の供給源になる可能性について検討した

ところ、泥層破壊層準は物性から高い含水率が示唆され

た。また、混在する砂層と泥層の観察から、間隙水と同

時に少量のメタンハイドレートを含有していたことが考

えられた。このメタンハイドレートが分解すると、間隙

水が激しく動き、砂粒間のフロックを洗い流し、骨格構

造を破壊する結果、砂層は流動しやすくなると推察され

た。 

 一方、貯留層モデル構築技術の一環として、貯留層を

単一層として扱った単層モデル、砂泥互層の1シーケン

スを抜き出したモデル、貯留層の層数を1/10程度にまと

めたアップスケールモデル、坑井地質モデルをそのまま

使用した全層モデルなど、様々な2次元モデルを構築し、

数値解析による検討を行うとともに、側方方向に不均質

な MH 飽和率分布を与えた3次元モデルにより、不均質

性が生産挙動に与える影響についても調査・検討を行っ

た。 

 地層特性評価技術の高度化においては、地層変形シミ

ュレータの機能強化の一つとして、接触面のせん断ひず

みの軟化を考慮できるモデルとしてコンプライアンス可

変型の接触面モデルを導入し、坑井と地層の接触部分に

関する力学挙動に関する高機能化を進めた。また、地層

変形解析のための入力データの作成を支援するプリプロ

セッサ及び膨大な解析結果の後処理を行うポストプロセ

ッサの機能を追加することにより、解析作業全体の効率

化を図った。 

 坑井周辺力学挙動・広域地層変形の評価においては、

第2回海洋産出試験が実施された P2井および P3井に関

して、坑井仕様に合わせたモデル化を行い、最新の3次

元貯留層モデルを用いて坑井の健全性評価を行った。

P2井および P3井において坑井ケーシングの健全性は保

たれる結果が得られたが、坑井下端のセメント部で引張

による塑性ひずみが発生し、ベースパイプについても塑

性ひずみが生じる結果となった。また、地層の変形に関
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しては、海底面沈下はほとんど見られないことが示唆さ

れた。さらに、出砂現象の検討の一環として、第2回海

洋産出試験において使用される出砂対策装置に関する事

前検討を実施して、室内実験の条件では出砂は確認され

ず、出砂対策装置が十分に機能することを確認した。さ

らに、長期安定生産のための海底地盤の安定性に関する

評価として、海底地すべり現象を模擬した室内模型実験

を実施し、海底地層の不連続的な変形挙動について検討

を行った。実験結果より、粘土分含有率が小さい場合は

法肩よりやや上流側から法尻にかけての部分ですべりが

発生する斜面崩壊的な挙動を示すのに対し、粘土分含有

率が大きくなるほどすべりの発生領域が大きくなり、よ

り一体的（土塊的）な破壊形態を示す傾向が確認された。

また、地震発生時の海底地盤の挙動を把握するために、

MH 貯留層および周辺海底地盤の地震による動的荷重

が作用した時のせん断応力に関して、細粒分を含む試料

を用いて検討したところ、豊浦砂より細粒分を含む

MH 貯留層模擬試料のほうの強度が低く液状化しやす

いことが明らかになった。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］メタンハイドレート、貯留層特性、生産

シミュレータ、エネルギー効率、天然ガ

ス、生産技術、原位置計測技術、熱特性、

力学特性、圧密特性、相対浸透率、産出

試験、東部南海トラフ、地層変形、生産

障害 

 

・エネルギー使用合理化設備導入促進対策調査等委託費  

［研 究 題 目］平成29年度革新的なエネルギー技術の国

際共同研究開発事業（クリーンエネルギ

ー技術開発）研究テーマ1 超臨界地熱

資源による革新的発電のための坑内機器

基礎技術・素材の開発 

［研究代表者］浅沼 宏（再生可能エネルギー研究セン

ター） 

［研究担当者］浅沼 宏、石橋 琢也、岡本 京祐、 

山谷 祐介（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 国内研究者は2050年以降の大規模発電の実用化を目

指して超臨界地熱資源開発の実現可能性を検討している

が、その中で、深度4000～5000 m、500 ℃、60～70 

MPa、高腐食性流体環境下で動作可能なモニタリング

システム、サンプラ等坑内機器の開発が、重要かつ難易

度が高い課題として取り上げられている。本事業では、

最終的に超臨界地熱井内での実用化を目的とし、その第

一ステップとして5年の期間で350 ℃、60 MPa、弱酸

性の坑内で使用可能な素材、各種機構の実現を目標に研

究開発を行っている。 

 研究期間第3年目の本年は、次年度末に SiC/SiC 複合

材製圧力容器と光ファイバ分布型センサを組み合わせた

坑内モニタリング機器プロトタイプを実現することを目

標に、光ファイバセンサについて重点的に研究開発を行

った。その結果、550 ℃、60 MPa の坑内で弾性波を検

出可能な世界最高レベルの性能を有する光ファイバ分布

型センシングシステムのコア部分を開発することができ

た。今後、米国 EGS 研究開発サイトでの実証試験実現

を念頭に坑内機器プロトタイプの開発を行って行く予定

である。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］超臨界地熱、坑内機器、シリコンカーバ

イド、光ファイバセンサ 

 

［研 究 題 目］平成29年度革新的なエネルギー技術の国

際共同研究開発事業（クリーンエネルギ

ー技術開発）研究テーマ2 EGS 設計技

術による地熱発電可能地域の飛躍的拡大 

［研究代表者］浅沼 宏（再生可能エネルギー研究セン

ター） 

［研究担当者］浅沼 宏、山谷 祐介、渡邉 教弘、 

石橋 琢也、鈴木 陽大 

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 地下への加圧注水等により人工的に能力を改善した地

下 地 熱 システ ム を EGS （ Enhanced Geothermal 

Systems）と呼ぶ。EGS 型の地熱開発では、地下の状

態、開発目的等に応じて事前に工程設計を行うとともに

EGS の性能を事前予測するための一連の技術構築（シ

ミュレーション技術）が不確定性の低減、種々のリスク

回避のために重要である。 

 本事業では超臨界地熱開発を含めた EGS 型地熱開発

を念頭に、地下への注水により誘発された亀裂のせん断

滑りにともなう透水性変化、地震現象、亀裂安定性変化

等の現象理解の深化を進め、さらに得られた知見をシミ

ュレータへ組込み、より現実性の高い EGS 造成シミュ

レーションを実現することを目的として、5年間の計画

で実施している。 

 本研究開発では、最終的に米国 DOE が実施している

EGS 実験サイトでの実証試験を通じた性能評価を目的

としているが、本年度は本事業を通じて平成28年度ま

でに設計・製作してきた「岩石せん断滑り室内実験装

置」を使用して亀裂面への注水によりせん断滑りを誘発

した際における、亀裂の応力状態、亀裂浸透率、滑り速

度、地震特性等の変化を実験的に明らかにした。特に、

一般的に「亀裂の滑り」と称される変位の大きな地震性

滑り（高速な滑り）に先立ち発生する、変位および滑り

速度の小さな非地震性滑り時に、最終的な透水性変化の

50 %が生じることを見出したことは特筆すべき成果で

ある。また、シミュレータをスパコン対応化し、計算速

度をこれまでの1000倍以上に向上させることを可能に

した他、貯留層内での物質移動計算モジュール等を開発
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した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］EGS、加圧注水、貯留層シミュレーシ

ョン 

 

［研 究 題 目］経済産業省「平成29年度革新的なエネル

ギー技術の国際共同研究開発事業（クリ

ーンエネルギー技術開発）／太陽光によ

る有用化学品製造」 

［研究代表者］佐山 和弘（太陽光発電研究センター） 

［研究担当者］佐山 和弘、小野澤 伸子、草間 仁、

舩木 敬、三石 雄悟、小西 由也、 

中島 智彦、井口 翔之、舘野 拓之、 

髙杉 壮一（常勤職員8名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 さまざまな化学薬品の製造には膨大な化石燃料のエネ

ルギーが使用されており、その省エネルギー化や CO2

フリー化は非常に重要な課題である。もし、太陽光エネ

ルギーを利用した光電気化学的な化学薬品製造プロセス

が高効率・低電圧で実現できれば大きな省エネ効果と低

コスト化が期待できるが、そのような検討例はほとんど

無かった。水分解で水素を製造販売するだけで利益を上

げることは大変であるが、水素や酸素よりも数十～百倍

付加価値のある化成品を製造できれば経済性は飛躍的に

向上できる可能性がある。この光電気化学的な化学薬品

製造プロセスの実用化に向けた基礎研究を米国のブルッ

クヘブン国立研究所（BNL）と協力して行った。 

 半導体光アノード電極の高性能化に関しては、BiVO4

光電極上を化学蒸発成膜法（CVD 法）によってアルミ

ナでごく薄く表面処理すると H2O2生成の電流選択性

（Faraday 効率）が著しく向上し、かつ電流電圧特性

がほとんど低下しないことがわかった。その外部バイア

ス下での太陽エネルギー変換効率（ABPE 効率）は世

界最高の2.57 %であった。次亜塩素酸生成においては

初期の Faraday 効率は90 %以上であることがわかった。

WO3光電極は Cr3+から Faraday 効率100 %で Cr6+酸化

剤を生成できることがわかった。この Cr6+/Cr3+レドッ

クス反応を用いて有機合成反応を進行できることを確認

できた。安価なカソード電極の高性能化に関しては、

BNL のタングステン系触媒を用いて、酸素還元による

H2O2生成が効率よく進行できることが分かった。この

カソード電極と BiVO4/WO3アノード光電極を組み合わ

せてノンバイアスで両極からの H2O2生成に成功した。 

［領 域 名］環境・エネルギー 

［キーワード］有用化学品、太陽光、酸化剤、光電極 

 

［研 究 題 目］研究テーマ④「CO2を利用した水素製造

・貯蔵技術－二酸化炭素の再資源化技術

によるクリーン水素キャリアシステム

－」 

［研究代表者］姫田 雄一郎（創エネルギー研究部門） 

［研究担当者］姫田 雄一郎、川波 肇、徐 強、 

神 哲郎、眞中 雄一、王 林、鍾 恒、 

Wei Hong、Li Zhangpeng、村田 和久、

伊藤 早枝子、岩松 雅子、松本 由子 

（常勤職員5名、他8名） 

［研 究 内 容］ 

 本事業では、二酸化炭素の再資源化技術によるクリー

ン水素キャリアシステム構築のための、高性能・高耐久

性固体（固定化）触媒の開発と、それらを用いた高圧水

素連続発生・供給プロセスの構築を図り、ギ酸を用いた

水素貯蔵システムの実証化に向けた基盤的研究開発を行

っている。 

 平成29年度は、金属ナノ粒子触媒開発の新しい手法

として溶媒スイッチ法を開発することにより多孔質炭素

担体のメソ孔の中にパラジウム塩前駆体を導入し、その

場還元法を用いて、超微細なパラジウム（Pd）ナノ粒

子を炭素担体のメソ孔の中に固定化することに成功した。

通常の還元法による還元や、パラジウム塩前駆体をメソ

孔の中に導入せずに作製した試料と比べ、本手法で調製

した試料は、ギ酸脱水素化による水素放出反応において、

極めて高い活性を示し、本年度目標である金属1 g 当た

り1時間1.5 m3の水素発生を超える水素放出速度を達成

した。また、銅薄膜触媒を作成し、二酸化炭素の電気化

学還元を行った結果、ギ酸が合成されたことを確認した。

さらに、この触媒の活性と耐久性の向上を図るため、

Pd-Au ナノ粒子を担持させた改良型の固体触媒を用い、

更なるギ酸の高圧ガス発生に利用できるばかりでなく、

水素による二酸化炭素の還元を行うことでギ酸生成に有

効であることを見いだした。これにより水素製造だけで

なく、水素貯蔵プロセス構築にも利用可能であることを

示した。また、米国パシフィックノースウェスト国立研

究所（PNNL）と包括研究協力覚書（MOU）を締結し、

水素エネルギー社会に向けた研究を日米で強化していく

ことで合意し、二酸化炭素とギ酸の相互変換による安全

な水素の貯蔵・輸送・製造を可能とする水素キャリアシ

ステム構築に向けた研究開発を進めている。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］炭素固定、水素貯蔵 

 

［研 究 題 目］経済産業省「平成29年度革新的なエネ

ルギー技術の国際共同研究開発事業（ク

リーンエネルギー技術開発）／単結晶化

・積層化による太陽電池の高効率化技術

の開発」 

［研究代表者］菅谷 武芳（太陽光発電研究センター） 

［研究担当者］菅谷 武芳、西永 慈郎、大島 隆治、

永井 武彦（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 地球規模・長期の温暖化対策として、CO2の削減は不
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可欠の技術課題である。本研究においては、我国の地球

規模・長期の温暖化対策への貢献として、2030年で1年

あたりの太陽光発電による省エネ量21億 kWh および

CO2削減量116万 tCO2を達成することを目標として、太

陽光発電技術における革新的なイノベーションの創出を

行う。具体的には、本事業の貢献による化合物薄膜系太

陽電池の国内生産量を2030年に2 GW／年とすることを

目標とする。この目標を達成するためには、太陽光発電

技術を大規模に普及させる必要があり、発電コストを7

円/kWh（ジェネレーションパリティ）まで低下させる

必要がある。そのためには、従来技術の延長上ではない、

新しい太陽電池の開発が必要である。従って、本事業の

目的は、最終的には太陽光発電技術で発電コスト7円／

kWh を実現することであり、具体的には以下の(1)～(3)

を目的とする。 

(1) CIGS（CuIn1-xGaxSe2）太陽電池などの化合物薄膜

太陽電池に注目し、理論限界効率に迫る高性能な単接

合化合物薄膜太陽電池を開発する。 

(2) 産総研が持つスマートスタック技術を駆使して、上

記(1)で開発した単接合化合物薄膜太陽電池を多接合

化し、高効率な多接合薄膜太陽電池を開発する。 

(3) 多接合薄膜太陽電池の低コスト化・信頼性向上を図

り、発電コスト7円／kWh を実現する。 

 平成28年度までに、高効率 CIGS 太陽電池製造に実

用化されている3段階法を用いて、単結晶 CIGS 層の成

膜を行った。3段階法は Cu 濃度の精密制御に優れ、高

い変換効率に重要な Ga 濃度勾配を作ることができる。

しかし、3段階法では結晶欠陥発生を抑制できないこと

が明らかとなった。そこで平成29年度は結晶欠陥抑制

可能な分子線エピタキシー（MBE）法を採用した。

MBE 法とは高温の結晶基板上に Cu, In ,Ga, Se を同時

供給し、単分子層ごとに高品質な結晶を成長させる方法

である。本方法を用い、Cu 分子線強度と In、Ga 分子

線強度を精密に計測することで、CIGS 層の組成制御技

術を確立した。これにより、平坦性の高い、結晶欠陥の

ない単結晶 CIGS 層の成膜に成功し、太陽電池を作製

したところ、変換効率14 %以上であった。 

3段階法にて CIGS 層を成膜する場合、Ga 組成に濃

度勾配が存在することにより、電子の拡散距離が増大し、

変換効率が向上することがわかっている。MBE 法にお

いても、その高い組成制御性により同様の濃度勾配を形

成することが可能で、裏面層として CuIn0.3Ga0.7Se2層

を成長し、その後 CuIn0.6Ga0.4Se2層を成長させること

により、連続的な Ga 濃度勾配を持ち、平坦性の高い単

結晶 CIGS 層を得ることに成功した。この Ga 濃度勾配

によって変換効率は増大し、変換効率17 %以上となっ

た。 

CIGS 太陽電池の高効率化技術のうち、最も重要な技

術はアルカリ金属添加技術である。この技術を用い、

GaAs 基板上単結晶 CIGS にフッ化ナトリウム（NaF）

をドーピングし、CIGS 層成膜後に、フッ化カリウム

（KF）処理を行った。KF 処理は、CIGS 表面を平坦に

することが明らかになり、両技術によって、変換効率

19 %以上を達成した。さらに、単結晶 CIGS 層を熱・

光処理することにより、ホール濃度を1017 cm-3に増大

させることに成功した。この処理により直列抵抗が低減

され、開放電圧および曲線因子（FF）が向上し、変換

効率20 %以上を達成した。単結晶 CIGS 層を用いて

20 %を超える変換効率を報告したのは世界で初めての

成果である。 

次に集光条件下での変換効率を測定したところ、集光

倍率4倍にて、変換効率22.1 %を達成した。低集光にて

変換効率が飽和した理由は、電極構造および窓層抵抗率

の最適化を行っていないためであり、最適化を行えば変

換効率はさらに向上する。  

［領 域 名］環境・エネルギー   

［キーワード］太陽電池、化合物半導体 

 

［研 究 題 目］低毒性・超高効率熱電変換デバイスの開

発 

［研究代表者］太田 道広（省エネルギー研究部門） 

［研究担当者］太田 道広、山本 淳、Jood Priyanka、

Bouyrie Yohan、Chetty Raju、 

相原 誠、藤本 直子（省エネルギー研

究部門）舟橋 良次、松村 葉子、 

鈴木 美穂、池西 ひとみ（無機機能材

料研究部門）（常勤職員4名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

熱の有効利用は省エネルギーと CO2排出削減の重要

な柱であり、特に、熱を電力として回収できる熱電変換

には大きな期待が寄せられている。本研究では、産総研

が米国と欧州の技術を取り込み、実用化に資する低毒

性・超高効率熱電変換デバイスを開発することを目的と

する。 

昨年度までの研究開発において、低環境負荷の熱電変

換材料としてコルーサイト（Cu26A2E6S32（A = V, Nb, 

Ta: E = Ge, Sn））の開発に成功して、さらに性能の向

上を達成した。本年度は、このコルーサイトの特徴であ

る低い熱伝導率の起源を、仏国クリスマット研究所の有

する透過型電子顕微鏡技術を用いて原子レベルで解析し

た。その結果、金属原子が相互置換した乱れた相がフォ

ノンを効果的に散乱し、熱伝導率を大きく低減させるこ

とを明らかにした。 

カルシウム・コバルト酸化物（p 型 Ca3Co4O9と n 型

CaMnO3）を用いて熱電変換デバイスを作製し、空気中

で様々な耐久試験を実施した。低温側を20 ℃、高温側

を700 ℃に保ち、1 A の電流を発生させる条件で1800

時間の連続発電試験した後でも、その出力電力は初期値

の98 %を維持していた。非常に優れた耐久性を実証で

きた。 
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米国アルゴンヌ国立研究所と共に、ナノ構造を形成し

たテルル化鉛（PbTe）を用いて熱電変換デバイスを開

発して、高温が600 ℃、低温が10 ℃という条件で非常

に高い変換効率12 %を達成した。この成果は、熱電変

換の社会実装を進めるうえで大変重要な進展である。 

さらに、米国ブルックヘブン国立研究所と共に熱電変

換デバイスの開発、独国航空宇宙センターと熱電変換デ

バイスの相互評価を実施した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］熱電変換、国際共同研究、元素代替、耐

久性試験、ナノテクノロジー 

 

［研 究 題 目］平成29年度革新的なエネルギー技術の国

際共同研究開発事業（クリーンエネルギ

ー技術開発）：研究テーマ7 系統協調型

の分散電源大量導入技術の開発 

［研究代表者］大谷 謙仁（再生可能エネルギー研究セ

ンター） 

［研究担当者］大谷 謙仁、橋本 潤、 

タハ セリム ウスツン、鈴木 正一、

小西 博雄、菅原 秀一 

（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 IEA スマートグリッド行動計画（ISGAN）のスマー

トグリッド研究施設ネットワーク（SIRFN）の各機関

と共に、試験プロトコルの自動化を想定した試験プラッ

トフォームの開発を行った。このために、SIRFN に加

盟するオーストリア工学研究所（AIT）の研究者派遣を

受け、２機関での相互運用性（Interoperability）の確

保を目的として、スマートインバータの機能試験の手

順・方法を実験によって明確化した。特に、既存規格で

ある IEC TR 61850-90-7記載の機能の中から、電圧−無

効電力（V-V）制御、周波数−有効電力（F-W）制御を

選び、実際の蓄電池用パワーコンディショナ（PCS）

に対する試験を行った。結果として、同等の試験結果を

得るためには、タイミングパラメータ（ランプレートや

遅れ時間等の時間に関する設定値の全て）の共通の定義

が必要であることが分かった。 

 また、PCS のスマート化によって達成可能な電圧等

の安定化の効果を検証し、通信制御を用いた最適化運用

の方式を検討するため、電力系統に再生可能エネルギー

が大量導入されることを想定し、再生可能エネルギーの

制御方法や電力系統の制約を考慮できる潮流計算を実施

できるシミュレーションプログラム（SoRA-Grid）の

開発を行った。具体的には、周波数を考慮した潮流計算

のモデル化手法の検討、系統シミュレーションへのディ

ーゼル発電機の実装検討、および、系統シミュレーショ

ンソフトの課題抽出を行った。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］太陽光発電、電力変換、スマートグリッ

ド 

 

［研 究 題 目］研究テーマ⑧「CO2フリー水素社会を見

据えた高効率・安価な水素貯蔵・利用技

術開発」 

［研究代表者］榊 浩司（創エネルギー研究部門） 

［研究担当者］榊 浩司、浅野 耕太、 

Kim Hyunjeong、中村 優美子、 

Lu Yanshan、石山 智大（省エネルギ

ー研究部門）（常勤職員5名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 CO2フリー水素社会を見据えた高効率・安価な水素貯

蔵・利用技術に必要となる要素技術の開発を行う。具体

的には、水素の高効率な貯蔵技術として、材料のナノ構

造界面を利用した新たなコンセプトに基づくマグネシウ

ム系高容量水素吸蔵合金の開発に取り組む。また、水素

利用技術として、300 ℃近傍で作動する新規なリン酸

塩ガラス系プロトン伝導性固体電解質を用いた燃料電池

システムの電極材の開発に取り組む。 

年度進捗状況： 

 今年度はより小さなサイズの Mg クラスターを得るこ

とで MgH2の不安定化を促進することを狙って、Mg 組

成と材料作製条件だけでなく、出発原料に水素化物を使

用するなど工夫し、種々の Mg-Mn 系合金を創製した。

Mg0.25Mn0.75および Mg0.30Mn0.70などで平衡水素放出圧

力が高圧側に向かって傾斜し、250 ℃での水素の吸蔵・

放出が認められ、MgH2を不安定化させることに成功し

た 。 電 子 顕 微 鏡 観 察 に よ り 、 水 素 を 吸 蔵 し た

Mg0.25Mn0.75中には数 nm オーダーの MgH2が高分散し

ていることが確認された。 

 長周期積層合金（LPSO）では、今年度は合金構成遷

移金属として Pd および Cu を選択し、Mg-Y-X および

Mg-Gd-X 系の LPSO 合金の創製に挑戦した。また、ボ

ルドー大学における超臨界流体を用いた触媒添加技術を

利用して合金の水素吸蔵特性の向上を試みた。ナノメー

トルサイズの触媒を添加することでより低温での水素と

合金の反応性が向上し、200 ℃でも触媒添加が無い場合

と比べて反応開始までの潜伏期が短く、水素を吸蔵・放

出できることが明らかとなった。また、デルフト工科大

学にて3元系合金薄膜をマグネトロン多元同時スパッタ

法で LPSO 組成の薄膜試料の合成および水素吸蔵特性

評価を実施した。今回試作した薄膜材料は120 ℃でも水

素を吸蔵・放出できることを見出した。 

［領 域 名］エネルギー・環境   

［キーワード］水素貯蔵、ナノ構造、燃料電池 

 

［研 究 題 目］過酷温度環境作動リチウムイオン二次電

池の開発 

［研究代表者］朝倉 大輔（省エネルギー研究部門） 
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［研究担当者］朝倉 大輔、細野 英司、松田 弘文、 

河島 明美、嶋田 陽子、木之下 彩子 

（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

二酸化炭素の排出量を削減し、地球温暖化対策のキー

テクノロジーとして、リチウムイオン電池（LIB）開発

は近年、小型の携帯やノート PC 用途から自動車や定置

用等の大型用途にも展開され始めた。一方で、最新鋭航

空機の発煙事故に代表されるように、安全性の毀損が極

めて大きな問題として表面化することとなった。特に低

温運用による特性劣化が注目され、金属リチウムの成長

による短絡が原因として考えられているが、そのメカニ

ズムは未解明であり、抑制手法も考案されていない。本

研究では、低温等の過酷な温度環境での劣化メカニズム

の解明と、その抑制法の考案に基づく実用化への検討を

分野融合的国際共同研究体制のもと進め、安全性を備え

た低コスト・高容量電池の実現と社会への普及を目指す。 

H29年度は、①低温環境下におけるリチウムイオン二

次電池（LIB）の電気化学特性評価と安全試験、②低温

環境下における劣化機構解明のための LIB の電子状態

解析と先端的放射光分析手法の開発、③低温対策を施し

た電極材料の開発を実施し、④欧州の研究機関と連携し、

電池シミュレーションや電池内部の非破壊観察を目的と

した研究を推進した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］リチウムイオン二次電池、電気化学、放

射光分光 

 

［研 究 題 目］平成29年度革新的なエネルギー技術の国

際共同研究開発事業（3D ライダーと AI
による風況フルスキャニング手法の開

発） 

［研究代表者］小垣 哲也（再生可能エネルギー研究セ

ンター） 

［研究担当者］嶋田 進、小垣 哲也、川端 浩和、 

永見 武司（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、近年発展が著しいライダー（レーザーによ

る風計測装置）と人工知能（機械学習）の2つの先端技

術を融合し、実フィールドにおける風況の3次元構造を

詳細に計測できる手法の開発を目指すものである。この

新たな風計測技術を開発する本テーマは、従来の気象観

測マストを用いた手法を格段に進化させるもので、将来

的に風車制御技術と融合することでウィンドファーム全

体の最適制御を実現するというイノベーション創出にチ

ャレンジするものである。 

 平成29年度は、単一のライダーを用いて遠方の風向

風速を推定する技術を新たに開発した。国立研究開発法

人港湾空港技術研究所・波崎海洋研究施設の観測桟橋に

おいて、産総研が所有している3D ライダーを用いた野

外実験を開始した。海岸線から400 m 沖合の桟橋先端

に設置された風向風速計をターゲットにレーザーを照射

し、そこから得られる視線風速を風向風速に変換する式

をニューラルネットワークを適用して自己導出した結果、

従来の DBS 法（Doppler Beam Swinging method）よ

りも優れた結果が得られることを確認した。国際共同研

究についても着実に進め、オランダ大使館主催のセミナ

ーにおいて、オランダ・エネルギー研究センター

（ECN）および産総研の双方から当該プロジェクトで

の連携内容や意義について共同発表した。また、ドイ

ツ・風力エネルギー研究センター（ForWind）との共

同研究状況としては、産総研研究員が ForWind を訪問

し、3D ライダーの解析技術に関する意見交換を行った。

得られた知見を国内で実施した野外観測条件の修正およ

び解析プログラムの開発に反映した。 

［領 域 名］エネルギー・環境、情報・人間工学 

［キーワード］風力発電、遠隔風計測、スキャニングラ

イダー、人工知能技術、ニューラルネッ

トワーク 

 

［研 究 題 目］平成29年度革新的なエネルギー技術の国

際共同研究開発事業（革新的省エネルギ

ー技術開発） 

研究テーマ１．(1) 第3世代パワー半導

体β-Ga2O3の高品質化・高性能化技術 

［研究代表者］伊藤 利充（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］伊藤 利充、富岡 泰秀、渡邊 幸志、

山田 寿一、清水 三聡 

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 電力変換等に用いられるパワー半導体で生じる電力損

失をいかに小さく抑えるかが CO2排出量削減に向けて

重要な課題となっている。各種パワー半導体の中でもβ

-Ga2O3は高性能・低コストを両立できる有望な第３世

代パワー半導体として期待されている。本研究では材料

本来の高い性能を発揮できるよう、高品質なウエハ用β

-Ga2O3大型単結晶を開発することに重点をおき、材料

物性を通じて結晶の品質を評価するとともにパワーデバ

イスの高性能化に必要な信頼性の高い物性値を解明する。

（1）結晶育成装置の開発、（2）高品質大型結晶育成、

（3）材料評価を研究課題とした。（1）の高出力レーザ

システムに関してフラウンホーファー研究機構と国際共

同研究を展開する。 

（1）結晶育成装置の開発：1 kW クラス低出力レーザ

システムを用いた結晶育成炉の完成を計画した。低融点

材料を用いて溶融試験を行い、溶融ゾーンの形状など結

晶育成炉に要求される条件を満たしていることを確認し

た。以上を基に、フラウンホーファー研究機構において

高出力レーザシステムの仕様の打ち合わせを行った。 

（2）高品質大型結晶育成：従来の結晶育成装置を用い
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てβ-Ga2O3結晶の高純度化を計画した。結晶製造各工

程での不純物混入経路を追究し、混入防止対策により、

ドナー元素である Si の結晶中濃度を2 ppm に抑制する

ことに成功した。その成果を利用してドーパントの精密

制御に取り組み、Si ドーピング濃度が1017 /cm3、1018 

/cm3、1019 /cm3の三段階の結晶を得た。 

（3）材料評価：接合作製技術の確立を計画した。金蒸

着によりショットキー接合を、チタン蒸着によりオーミ

ック接合を再現性良く実現させることに成功した。

IV/CV 測定による素子評価技術を確立した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］第3世代パワー半導体、高品質結晶、レ

ーザ加熱結晶育成法 

 

［研 究 題 目］平成29年度革新的なエネルギー技術の国

際共同研究開発事業（革新的省エネルギ

ー技術開発）研究テーマ２．(2) 光反応

による低消費電力型製造プロセスとグリ

ーンデバイスの開発 

［研究代表者］土屋 哲男（先進コーティング技術研究

センター） 

［研究担当者］土屋 哲男、真部 高明、山口 巖、 

木嶋 倫人、鈴木 宗泰、中島 智彦 

（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

 本プロジェクトでは、産総研が開発した化学溶液や光

反応を用いることで、室温、大気中で高速に太陽電池、

ディスプレイ、照明、センサに使われている機能性セラ

ミックス膜（透明導電膜、酸化物半導体、極限センサ

膜）を製造する低消費電力型の次世代型プロセスを開発

し、産業構造改革によるエネルギー消費の大幅削減を目

的とする。また、産総研で開発した蓄光材料、酸化物半

導体膜をデバイスに組込むことで、残光型有機 EL 照明

（オーストラリア連携）、更には、パワエレ用モジュー

ル電子部品（米国連携）、高耐熱の極限センサ、などグ

リーンデバイスを開発し、省エネルギー社会の構築に向

けた基盤技術を開発する。 

当該年度は、フレキシブルセラミックス低消費電力型

プロセス開発（透明導電膜、酸化物半導体）において、

室温結晶膜製造用の光反応性ナノ粒子インクを、液相マ

イクロ波プロセス法、水熱合成法、ソルボサーマル法を

用いて、各種酸化物ナノ粒子（透明導電酸化物、酸化バ

ナジウム、酸化スズ）の合成実験を行い、短時間での単

相の透明導電酸化物の合成法を開発した。また、仕事関

数が高い酸化物膜をフィルム上に作製するため、光反応

による低温薄膜形成を検討し、酸化スズ、酸化バナジウ

ム更には酸化モリブテン膜をポリイミド基板上や PET

基板上に作製することに成功した。特に、樹脂上の透明

導電膜の作製では、ナノ粒子溶液の高度化と照射条件を

最適化することで、室温でタッチパネルの仕様を満たす

透明導電膜（PET 基板上に85Ω/□、透過率83 %（550 

nm））を開発した。これらの技術を用いて有機 EL デ

バイスを CSIRO で作製し、特性評価を行った結果、レ

ーザー処理した膜において未処理材料（コントロール）

と比べて25 %の高効率化に成功した。 

更に、パワーエレクトロニクス用受動部品の開発では、

金属基板への低温成膜プロセスを開発するとともに、ビ

スマス層状構造強誘電体（BLSFs）を AD 法により金

属箔上へ堆積し、500 ℃で熱処理を施したところ、比

誘電率が213以上を示した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］グリーンデバイス、光 MOD、金属有機

化合物堆積（MOD）法、透明導電膜、

フレキシブル 

 

［研 究 題 目］平成29年度「高度な自動走行システムの

社会実装に向けた研究開発・実証事業：

専用空間における自動走行等を活用した

端末交通システムの社会実装に向けた実

証」 

［研究代表者］加藤 晋（知能システム研究部門） 

［研究担当者］加藤 晋、有隅 仁、川端 伸一朗（知

能システム研究部門）、橋本 尚久、

Thompson Simon、阪野 貴彦（ロボッ

トイノベーション研究センター） 

（常勤職員5名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本事業では、2020年以降に実現が期待される、専用

空間における自動走行等を活用した端末交通システムを

対象として、安全性・社会受容性・経済性の観点や、国

際動向等を踏まえつつ、必要な技術開発と実証を通じて、

その社会実装に必要な事業環境等を整備することを目的

としている。なお、「『日本再興戦略』改訂2015」にお

いて「改革2020」プロジェクトとして位置づけられて

いる、高齢者等の移動手段については、この技術開発や

実証等を通じて、2020年にショーケース化を目指して

いる。そこで本研究開発では、自動走行技術を取り入れ

た地域の活性化等につながる新しい交通手段の実現と社

会実装を目指し、導入場所の特徴や事業性などを鑑みて、

小型電動カートと小型バスという乗車人数の異なる車両

を用い地域に応じた運行管理システム等の開発を行って

いる。 

 平成29年度は、各車両の開発と共に、1）基準策定に

向けた研究開発として、端末交通システムの要件を整理

し遠隔操縦のための通信環境やカメラ配置等を検討、実

証評価用車両における制御機能の構築と、自動走行と遠

隔制御等の検証、遠隔監視・操作制御を含む運行管理シ

ステムの構築と検証、実証評価用車両（6人乗り、車椅

子対応）の開発、乗り心地の改良検証を行った。また、

2）実証実験における課題抽出として、実証評価地域に
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おける事業性、採算性の検討、技術検証、実証実験を開

始した。さらに、3）社会受容性の構築と実証実験にお

ける評価検証として、実証実験における受容性評価と調

査計画、端末交通システムの在り方と社会受容性の検討、

事業面の検討と評価を行った。実証評価に向けては昨年

度に選定した実証評価地域の環境整備を行い、特に小型

電動カートを活用した沖縄県北谷町、石川県輪島市での

実証実験を先行的に開始し、福井県永平寺町においても

積雪路面での自動走行などの技術実証などを行った。輪

島市では国内初の試みとして12月に公道での車両内無

人の遠隔型自動走行も実施し、これらを報告書にまとめ

ている。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］自動運転、自動走行、遠隔監視・操作、

ラストマイル自動走行、ラストマイルモ

ビリティ、端末交通、実証評価、社会実

装 

 

［研 究 題 目］平成29年度省エネルギーに関する国際標

準の獲得・普及促進事業（省エネルギー

等国際標準 共同研究開発：IoT 社会実

現に向けた住宅設備連携における機能安

全に関する国際標準化） 

［研究代表者］小島 一浩（知能システム研究部門） 

［研究担当者］小島 一浩、関山 守、谷川 民生、 

江﨑 正、西尾 秀樹（常勤職員3名、

特定集中研究専門員2名） 

［研 究 内 容］ 

様々な生活データが集約されるスマートハウスを軸と

して、そのデータを他の産業で活用することで、IoT 社

会のイノベーションが期待される。一方、住宅外で生成

される他産業のデータを活用することで、付加価値の高

いサービスをスマートハウスにおいて提供可能となる。

これらデータ収集および各種サービス提供においては、

住宅設備のネットワーク連携が必要となる。しかし、現

状では、住宅設備機器のネットワーク化において、セン

サー情報や制御情報の優先度が規定されておらず、安全

に設備作動をさせる指針がない。本事業では、上記の指

針として、住宅設備連携における機能安全規格に関する

国際標準の開発と提案を行う。具体的には、IoT を活用

したスマートハウスの実証実験を行いつつ、ネットワー

ク化された設備機器の連携動作によるユースケースを抽

出し、安全性におけるリスクアセスメントを行う事で、

機能安全規格としての規定内容を明確にし、国際提案す

る。本事業で開発される標準で住宅設備連携における安

全性が確保され、IoT を活用したスマートハウスが普及

することにより、電力消費量を削減し省エネルギー化に

貢献する。 

 29年度は、NP 案を事務局にて作成、規格作成 WG

で修正し、平成29年7月に IEC SyC AAL に提案をおこ

なった。その結果、同年9月に米国・クリーブランドで

開催された SyC AAL 総会で承認された。また、周辺規

格の動向調査として、SEG9に出席し情報収集を行った。

WD 原案の構成として、 IEC61508 、 ISO26262 、

ISO13482を参考に事務局案を作成し、規格作成 WG に

て 議 論 を 行 い 、 WD を 作 成 し た 。 IEC61508 、

ISO26262、ISO13482を本規格の参考とするため、適

合性評価に関する調査行った。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］IoT、住宅、安全、国際標準 

 

［研 究 題 目］スマートマニュファクチャリングに関

する国際標準化・普及基盤構築 

［研究代表者］加納 誠介（製造技術研究部門） 

［研究担当者］加納 誠介、増井 慶次郎、近藤 伸亮、

古川 慈之、Ryabov Oleg、松本 光崇、

大岩 寛（常勤職員7名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 ものづくりに関わる情報を高度に活用したスマートマ

ニュファクチャリングを実現するためには、生産管理・

機器制御システムと生産機器をつなぎ、情報を共有する

場としての「プラットフォーム（PF）」を構築すること

が必要である。そこで PF 構築のためのガイドラインと

なる「プラットフォーム・リファレンスモデル」を開発

し、国際標準規格として提案することを目的とした事業

を富士通とともに実施した。本プロジェクトは3年間の

事業で平成29年度は2年目である。 

 本プロジェクトは、国際標準提案を念頭に置いた「プ

ラットフォーム（PF）・リファレンスモデルの検討」及

び「実証実験」から構成されている。PF は、プロファ

イル、及びプロトコルにより構成される。プロトコルに

ついては旧来のシステム、情報との互換性を最大限に確

保することが必要であり、既存規格を利用することとし、

本事業ではプロファイルについて検討した。例えば。異

なる情報モデルについては、単一の国際標準規格により

データ連携を担保するのは困難と考えられるため、今後

の課題として国際標準提案について検討を進めることと

し た 。 国 際 標 準 提 案 に 向 け た 活 動 で は 、

IEC/SC65E/ahG1 において、情報互換性を担保するス

マート製造情報モデルの必要性が議論され、平成29年

12月末に報告書が発行され、各国に意見募集があり、

本事業から、情報モデルの拡張ルール策定について、回

答案を提起し、国内委員会回答に採択された。提案先で

ある IEC/TC65と関連する議論を展開する ISA-95会議

（2/28～3/2）に参加し、我々の問題意識と提案項目に

ついて説明し、概ね理解された。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］スマートマニュファクチャリング、もの

づくりと情報技術の融合、国際標準化 
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・産業技術研究開発委託費 

［研 究 題 目］ハイパースペクトルセンサー・データの

高度利用等に係る研究開発 

［研究代表者］土田 聡（地質情報研究部門） 

［研究担当者］土田 聡、岩男 弘毅、山本 浩万、 

小畑 建太、浦井 稔、堂山 友己子 

（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

地球観測の中で高波長分解能を有するハイパースペク

トルセンサーは、高波長分解能のデータを取得すること

ができるため従来センサーに比較し、より詳細な対象物

の性質分析が期待される。経済産業省が現在開発中の国

際宇宙ステーション（ISS）に搭載したハイパースペク

トルセンサー（以下、HISUI）により取得されるデー

タ（以下、HISUI）を活用するためには、校正・検証

の技術開発が不可欠である。当部門では、代替校正、相

互校正、校正アーカイブシステムの開発およびデータの

処理アルゴリズム、特に大気補正プロダクトに係る作成

処理技術を実施した。代替校正については、反射板校正

について取り組んだ。現地観測で基準となる反射板の室

内実験による校正手法の技術開発を進めた。また、代替

校正実験については、ハイパースペクトルセンサーを

ISS に搭載することによって生じる観測頻度減少・観測

条件悪化に対応すべく、自動観測サイトの整備にあたっ

た。 

相互校正に関しては、米国による ISS 搭載予定の

CLARREO Pathfinder (CPF) を対象として、感度解析

アルゴリズムにおける入力変数をより現実的なものに発

展させて感度解析を行った。結果より、大気の窓におけ

る相互校正時では大気変数の正確な推定の必要性は低い

ことが明らかとなり、また、太陽照度モデル値の精度改

善が相互校正の精度改善に比較的寄与することを確認し

た。それら解析結果にもとづき相互校正のエラーバジェ

ット表の作成を開始した。また近似した不確かさの正確

さについて検証するための実験方法を提案し、実験結果

から近似した不確かさは十分な正確さであることを確認

した。さらにマルチスペクトルセンサの相互校正アルゴ

リズムの概念設計を行った。 

次に、校正アーカイブシステムについては、校正アー

カイブシステム構築に向けた開発環境の整備及び実装を

進めた。平成29年度までに HISUI 地上系開発会議にて

討議・決定された内容にもとづいてインターフェースに

係る部分の更新及びラジオメトリック DB フォーマット

の更新を行った。システムの機能性を高め情報セキュリ

ティを確保するため、内部アーカイブ機能の更新やディ

レクトリ構成・アクセス権の再検討及び更新を行った。

校正アーカイブシステムを用いた校正運用のための文書

（「校正アーカイブシステムに係わる文書（案）」）を新

たに作成した。ラジオメトリック DB に関しては、平成

29年度の校正 WG 会合において議論・決定されたラジ

オメトリック DB に関する修正項目をラジオメトリック

DB に反映させた。またラジオメトリック DB 生成ソフ

トの作成・改修を行い、ラジオメトリック DB 更新手順

を作成した。 

最後に大気補正処理については、ISS 搭載に対応すべ

く、大気補正手法及びユーザへ補正情報を提供するため

のサービス機能を追加する開発環境を整えた。また、検

証計画を実施するに必要な技術をとりまとめた。 

全ての研究開発の結果を踏まえて、今年度も校正技術

及びデータ処理アルゴリズムの研究開発に係る、「ISS 

HISUI ハイパースペクトルセンサー放射量校正計画書」

「ラジオメトリック DB に入るパラメータ定義書」「大

気補正処理アルゴリズム理論記述書」の三文書を更新し

た。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］衛星画像、校正・検証、ハイパースペク

トルセンサー、ISS 

 

・工業標準化推進事業委託費 

［研 究 題 目］戦略的国際標準化加速事業（国際標準共

同研究開発・普及基盤構築事業：生活支

援移動ロボットの非接触センシング技術

に関する国際標準化） 

［研究代表者］角 保志（ロボットイノベーション研究

センター） 

［研究担当者］角 保志、藤原 清司、中坊 嘉宏（ロ

ボットイノベーション研究センター）、

金 奉根（知能システム研究部門）、 

山田 陽滋（名古屋大学） 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本事業は、ISO 13482で規定される生活支援ロボット

の中で、移動ロボットに関する非接触センシング技術の

試験方法に関する国際標準化を行うことを目的とする。

以下の研究開発を実施する。 

① 非接触センサの人検知性能が、気象現象から受ける

影響についての評価基準を策定し、試験方法を開発す

る。平成29年度は、昨年度までに開発した環境シミ

ュレータ装置を改良し、実験で得られる基盤データと

知見をとりまとめて試験方法を策定した。降雨に関し

ては、降雨環境試験装置で複雑な試験片の移動制御を

行うためのスライダ制御装置を開発した。降雪に関し

ては、模擬降雪装置と前年度開発した模擬降雪定量化

装置を組み合わせ、模擬降雪環境試験装置を開発した。

霧に関しては、霧環境シミュレータを開発し、霧空間

におけるセンサ評価試験方法を開発した。 

② 非接触センサの人検知性能が、検知対象の部位の移

動・運動によってどのような影響を受けるかについて

の評価基準を策定し、試験方法を開発する。平成29

年度は、IEC/TR 62998-2原案における生活支援移動
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ロボットの SRSS（Safety-Related Sensor System、

安全関連センサシステム）のインテグレーション事例

の策定に関する基盤データの取得を行った。また、同

事例を実際のロボットシステムによって実証するため

のシステムを開発した。さらに、移動ロボットと歩行

者との相対速度計測の信頼性を評価するための実験を

実施した。 

③ 開発した耐外乱試験方法と対人運動検知性能試験方

法をとりまとめ、規格素案を策定する。平成29年度

は、降雨、霧環境試験装置による試験方法を策定した。

ま た 、 IEC/TR 62998-2 原 案 を 策 定 し 、

IEC/TC44/WG14に提案した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］生活支援移動ロボット、安全センサ、性

能評価、国際標準化 

 

［研 究 題 目］戦略的国際標準化加速事業（国際標準共

同研究開発事業：水素燃料計量システム

等に関する国際標準化） 

［研究代表者］高辻 利之（工学計測標準研究部門） 
［研究担当者］高辻 利之、寺尾 吉哉、森岡 敏博、

神長 亘、平山 徹 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

燃料電池自動車への水素燃料の充填に際して用いられ

る水素燃料計量システムの高精度化を目的として、研究

を行った。 

脱圧量算定方法に関しては、実際の配管仕様と充填終

了圧から算定される脱圧量と脱圧した水素ガスを流量計

で実測した量の比較試験を行った。その結果、流量計の

計測精度や接続配管容積の見積りが原因と考えられる大

きな差が確認された。 

また、水素燃料計量システムに用いられている3社の

コリオリ流量計について特性評価試験を行った。その結

果、特性に定性的・定量的な差異が見られたが、全体の

傾向としては、基準流量計の精度向上、データ取得シス

テムの改良、および、試験設備の性能向上等の理由によ

り、昨年度の結果に比べて偏差が小さくなった。 

［領 域 名］計量標準総合センター 
［キーワード］国際標準化、水素燃料計量システム、燃

料電池自動車、水素ステーション、コリ

オリ流量計、法定計量 

 

［研 究 題 目］戦略的国際標準化加速事業：政府戦略分

野に係る国際標準開発活動）（非直交光

学式座標測定システムの精度評価法に関

する国際標準化） 

［研究代表者］阿部 誠（工学計測標準研究部門） 
［研究担当者］阿部 誠、高辻 利之、佐藤 理、 

松崎 和也（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 非直交光学式座標測定システム（以下「非直交光学式

CMS」という）の性能評価法の国際標準化を日本が主

導して推進し、日本製品の市場獲得を後押しし得る

ISO 国 際 規 格 を 制 定 す る こ と を 目 的 と す る 。

ISO/TC213/WG10において平成31年度末までに非直交

光学式 CMS の性能評価法の DIS の登録（40.00）1件

を達成することを目標とする。平成29年度は事業の1年

度目として、ISO 10360-13「非直交光学式座標測定シ

ステム」新規プロジェクト案投票の承認（00.99）を目

標とする。 

平成29年9月の ISO/TC213/WG10東京会議において

非直交光学式 CMS の性能評価法規格を NWIP 投票に

付す議決を得た。これに基づいて NWIP 投票が平成29

年11月に開始され、平成30年1月26日に締め切られた。

投票結果は賛成12票、反対0票、棄権6票により承認と

なった。さらに平成30年2月に開催の ISO/WG10ロンド

ン会議において NWIP 投票が賛成多数で承認となった

ことが報告され、これにより非直交光学式 CMS の性能

評価法に対し、正式に10360-13の番号が付与され、当

初計画を上回る成果（20.20：WD の検討開始）を得る

ことができた。 

［領 域 名］計量標準総合センター 
［キーワード］座標測定、座標計測、光学式、非接触、

非直交 

 

［研 究 題 目］戦略的国際標準化加速事業：政府戦略分

野に係る国際標準開発活動「再生医療製

品の製造に対して有効なフレキシブルモ

ジュラープラットフォームの要となる無

菌接続インターフェースに関する国際標

準化」 

［研究代表者］廣瀬 志弘（健康工学研究部門） 

［研究担当者］廣瀬 志弘（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 再生医療等製品は滅菌ができないため、無菌操作法に

基づく製造工程の構築が必要である。再生医療等製品の

製造工程は極めて煩雑であり、多くの設備・機器が使用

されている。また、製造期間は、数週間から数カ月と長

期であることが多く、厳密な無菌性の維持が不可欠なた

め、汚染源である作業者から製品を物理的に隔離し、無

菌環境の維持が長期にわたって可能なアイソレータシス

テムが有望であり、無菌的に装置群を脱着するための接

続インターフェースが大きな役割を果たす。既に、無菌

製剤製造においては ISO/TC198/WG9にて、ISO13408-

6（アイソレータシステム）が策定済みであるが、再生

医療等製品製造に対応する国際規格は未策定である。フ

レキシブルモジュラープラットフォーム（fMP）の要と

なる無菌接続インターフェースの国際標準化を行うこと

で、原料から最終製品まで一貫した無菌操作を達成でき
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るとともに、製造コストを抑制するシステム構築が可能

となる。また、アイソレータ本体や様々な周辺装置を含

めたアイソレータシステムに対し、固有技術を有する企

業間の相互開発や新規参入を容易にし、再生医療分野に

おける産業拡大へと導き、日本が得意とする要素技術の

システム化をもたらし、本産業分野における製造技術の

国際競争力を高めるものと考える。 

 ISO/TC198/WG9国内委員会および無菌接続インター

フェース有識者委員会において、無菌接続インターフェ

ースの内容を含めた ISO WD 13408-6について議論し、

CD 投票に向けた国内コンセンサスを得た。その後、

ISO/TC198/WG9国際会議にて、ISO WD 13408-6に対

するコメント収集と議論を継続した結果、全てのコメン

ト対応が終了し、本年度の目標（規格開発段階:20.60）

を達成した。現在、CD 投票期間中である。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］再生医療、無菌操作、アイソレータ 

 

［研 究 題 目］戦略的国際標準化加速事業：政府戦略分

野に係る国際標準開発活動「手術ロボッ

トに関する国際標準化」 

［研究代表者］鎮西 清行（健康工学研究部門） 

［研究担当者］鎮西 清行、鷲尾 利克、小関 義彦 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題は、手術ロボットとその周辺機器等の関連

分野に関して、国際標準として盛り込むべき内容、我が

国の強みを踏まえた標準化戦略と、その一環として今後

強化をはかるべき点につき提言して、国際提案へつなげ

るものである。 

 平 成 28 年 度 に お い て は 、 ISO/TC 299/IEC/SC 

62D/JWG 35にてプロジェクトリーダ国として安全性規

格 IEC 80601-2-77の策定を進め、その結果2017年11月

より DIS 投票を行い、賛成多数にて通過した。CD2は

行わなかった。2018年4月にコメント対応を行い、2018

年6月に FDIS、2018年12月に IS とする予定である。 

 また同規格案の国内審議委員会として国内の産学官の

有識者からなるワークグループ（「手術ロボット国際標

準化国内検討委員会」）を組織し、4回開催した。この

ほか、当該分野の技術、開発状況につき調査した。 

 また昨年度まで、本事業により策定作業に参画してき

た医用電気機器の自律性（degree of autonomy）に関

するテクニカルレポート IEC TR 60601-4-1:2017が発

行された。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］手術ロボット、医用電気機器 

 

［研 究 題 目］戦略的国際標準化加速事業：政府戦略分

野に係る国際標準開発活動「発光株化培

養細胞の保存管理法に関する国際標準

化」 

［研究代表者］中島 芳浩（健康工学研究部門） 

［研究担当者］中島 芳浩、野田 尚宏、丹羽 一樹 

（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本事業では、細胞培養メーカーや細胞バンク等の細胞

保存施設、および細胞を使用するユーザーにおける発光

培養細胞の品質管理の客観性を担保するため、 

① 発光計測装置の絶対値校正法等を活用した計測精度

管理方法 

② 遺伝子解析によって得られる情報に基づいた発光培

養細胞の品質検定のため簡便な測定方法 

を構築し、これらの技術的要求事項の規格文書原案を作

成し、ISO/TC276バイオテクノロジーでの国際標準化

提案を目指す。規格原案の作成では、国内ステークホル

ダーにより構成される国内ワーキンググループにおいて

検討し、ワーキングドラフトおよび Form4を完成させ

るとともに、遺伝子検定法に関する規格については、

「光学測定に基づくセルベースアッセイに関する一般的

定義および最少要求事項」の中の Annex として記載す

ることとし、全体で1本の強い規格とすることとした。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］標準化、発光細胞、セルベースアッセイ 

 

・化学物質安全対策委託費 

［研 究 題 目］ナノ材料気管内投与試験法等の国際標準

化に関する調査 

［研究代表者］蒲生 昌志（安全科学研究部門） 

［研究担当者］蒲生 昌志、篠原 直秀、竹下 潤一、 

藤田 克英、山本 和弘、丸 順子、 

 小原 佐和枝、遠藤 茂寿、栁橋 智子 

（常勤職員5名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 ナノ材料の安全性評価手法である気管内投与試験方法

と同等性判断基準の国際標準化に関する活動を行った。

具体的には、以下の通りである。 

 経済産業省「ナノ材料の安全・安心確保のための国際

先導的安全性評価技術の開発」プロジェクト（平成23

年度から27年度）（以下、METI ナノ安全プロジェク

ト）で開発された気管内投与試験方法について、5つの

動物試験機関によるラボ間比較試験を実施した。そこで

は、2種類の形状の異なるカーボンナノチューブ

（CNT）として単層 CNT と多層 CNT を用いて炎症反

応の確認を行った。そのために、それぞれのナノ材料に

ついて、試料調製、キャラクタリゼーション、気管内投

与試験、肺組織中ナノ材料分析、気管支肺胞洗浄液検査、

肺の病理組織学的検査等を実施した。 

 得られた知見に基づいて気管内投与方法に関する議論

を行い、「手順書 ラットを用いたナノ材料の気管内投

与試験の標準的手法」の改良を行った。 
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 気管内投与試験方法及び同等性判断基準に関する成果

の発信としては、OECD WPMN（ナノ材料作業部会）

の第17回会合と第18回会合に参加し、意見の表明やガ

イダンス作成提案を行った。 

 また、昨年度及び今年度の事業での検討及び METI

ナノ安全プロジェクトでの成果を事業者に発信するため、

外部の講師の方々も招聘し、2018年1月29日に産業技術

総合研究所臨海副都心センターにて、シンポジウム「ナ

ノ材料の安全性評価の現在：国内外の状況と気管内投与

試験方法」を開催した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］ナノ材料、同等性、キャラクタリゼーシ

ョン、有害性評価、体内動態、炎症反応、

気管内投与試験、ラボ間比較、国際発信 

 

［研 究 題 目］発光レポーターを導入したマウス初代肝

細胞を用いた in vitro 肝毒性試験法開発

に関する調査 

［研究代表者］中島 芳浩（健康工学研究部門） 

［研究担当者］中島 芳浩、安部 博子、室冨 和俊 

（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本調査研究では、発光レポーター導入トランスクロモ

ソミックマウスの凍結初代肝細胞を用いた in vitro 肝毒

3次元培養による in vitro 肝毒性試験系の汎用性向上に

向け、凍結肝細胞の品質向上のための細胞凍結方法の最

適化について検討した。その結果、コラゲナーゼ灌流条

件の改良、凍結保存溶液および凍結用容器を最適化する

ことで昨年度よりも凍結肝細胞の品質が改善されたこと

を3次元培養により確認した。さらに、凍結肝細胞を用

い陽性および陰性物質を長期暴露する in vitro 毒性試験

を実施、品質を改善した凍結肝細胞を用いることで試験

系の精度が向上する可能性が示唆された。今後、更に多

くの被験物質を用い、当該 in vitro 毒性試験系の判定基

準の妥当性を検討する必要はあるが、今年度実施した試

験結果より現在設定している判定基準に問題はないこと

が示唆された。 

 以上、当該調査研究では、初代肝細胞の凍結方法を改

良し、in vitro 毒性試験系での検証と施設間再現性につ

いて確認した。本調査研究の成果により当該試験系の汎

用性が大きく向上したものと考えられる。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］ルシフェラーゼ、3次元培養、レポータ

ーアッセイ、人工染色体ベクター、化学

物質毒性評価 

 

・非化石エネルギー等導入促進対策調査等委託費 

［研 究 題 目］平成29年度水素導管供給システムの安

全性評価事業（水素導管の大規模損傷リ

スク評価） 

［研究代表者］久保田 士郎（安全科学研究部門） 

［研究担当者］久保田 士郎、松木 亮、椎名 拡海、

佐分利 禎、牧野 良次、高橋 明文、

緒方 雄二、若林 邦彦、松村 知治、 

杉山 勇太、金山 正明、高柿 大輔、 

出雲 充生、河辺 圭美、佐藤 利明 

（常勤職員10名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 水素エネルギーの利活用を強力に推進する手段として

水素パイプラインの整備が期待されている。想定される

新設の中低圧水素導管供給システムの安全を確保するた

め、周辺への火炎や爆風等の影響を明らかにすることは

重要である。本研究では、他工事等による掘削坑を模擬

したモデル坑中において埋設導管が損傷することを想定

し、坑内に放出された水素が着火した際の周囲影響を評

価した。実験条件として、掘削坑モデル（深さ1.3 m、

幅および奥行き0.3-1.2 m）内における埋設水素導管の

損傷（供給圧0.1-0.5 MPa、孔径φ10 mm、埋設深さ

1.2 m）を想定し、漏えい流量および掘削坑の大きさを

変化させて水素漏えい・着火影響実験を実施し、漏えい

流量や掘削坑の大きさ等が漏えい水素濃度や爆風圧等に

与える影響を調査した。 

 その結果、モデル坑のサイズと水素放出流量によって、

坑内の水素は異なる燃焼挙動を示すことが明らかとなっ

た。実験結果を元に、爆風圧を評価するためのモデルを

提案した。特に、放出孔φ10 mm、放出圧力0.1 MPa

の放出条件では、着火時の爆風による過圧ピークの上限

値を、モデル坑の辺長さを用いて整理した。また、これ

らの爆風圧評価モデルの適用範囲は水素放出条件に依存

することが確認された。これらの結果は事故発生時のリ

スク評価に資するものである。実験で得られた漏えい水

素濃度や爆風圧等について、シミュレーションにより再

現、比較検証を行い、掘削坑内における漏えい水素の着

火影響について、シミュレーションが可能かどうかにつ

いて検証した。実験と比較し、いくつかの条件で良い一

致を得た。また、モデル坑内水素燃焼に起因する爆風の

発生メカニズムを示した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］水素、導管供給、漏えい、着火、影響評

価  

 

・希少金属資源開発推進基礎整備事業 

［研 究 題 目］アンチモンに選択性を発現する吸着分離

剤の開発 

［研究代表者］尾形 剛志（環境管理研究部門） 

［研究担当者］尾形 剛志、成田 弘一、大石 哲雄、

鈴木 智也（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 銅電解精製で使用される銅電解液には不純物としてア

ンチモン、ビスマスなどが含まれ、これらの成分が一定
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濃度を超えると製品である電気銅の品質に影響を及ぼす

ことから、不純物除去プロセスが必要となる。一方でア

ンチモンは樹脂等の難燃助剤などに用いられており、今

後の使用量増加が見込まれるが、その生産は一部の国に

集中しており、供給構造の脆弱性が指摘されている。こ

のような現状のもと、銅電解液からの効率的なアンチモ

ンの回収を検討している。現行の不純物除去プロセスに

おいて広く用いられている吸着剤ではアンチモンととも

にビスマスや鉄などが吸着してしまうため、後段におい

て分離プロセスが必要となる。ここで、アンチモンを選

択的に吸着分離することができれば、銅電解液から資源

としてアンチモンを効率的に回収することが可能とな

る。しかしながらアンチモンはビスマスと同族であるた

め化学的性質が類似しており、湿式分離においては相互

分離が極めて困難な系である。 

 本研究では銅電解液からのアンチモンを選択的に吸着

分離・回収するため、アンチモンに選択性を有する天然

高分子タンニンを原料とした吸着剤の開発を目的とす

る。本研究の結果、タンニン吸着剤による銅電解液中の

不純物であるアンチモン、ビスマス、ヒ素吸着の硫酸や

塩酸濃度依存性および塩化物イオンや酒石酸塩濃度依存

性を明らかにした。また、タンニン吸着剤および市販吸

着剤について銅電解液の実液に近い条件で選択性、吸着

速度、耐久性等の項目において評価を行ない、実液に近

い条件においてもタンニン吸着剤はアンチモンに高い選

択性を有していること、吸着速度も市販吸着剤と同程度

に高いことを明らかにした。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］アンチモン、非鉄製錬、レアメタル 

 

［研 究 題 目］探査基盤技術高度化支援事業 

［研究代表者］高倉 伸一（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］高倉 伸一、大野 哲二、児玉 信介、

高木 哲一、小森 省吾、光畑 裕司、 

 坂野 靖行（地質情報研究部門） 

 （常勤職員7名） 

［研 究 内 容］ 

本事業では、各種鉱物資源データ統合化と物理探査技

術検証の2つのテーマを担当している。前者はアジア地

域の地質・鉱物資源データ統合化、分光反射スペクトル

ライブラリ整備、鉱物資源データの追加・統合化の評価

の3つのサブテーマがあり、後者は岩石の電気物性デー

タベースの整備と IP（Induced Polarization）法電気探

査技術の検証の2つのサブテーマがある。 

アジア地域の地質・鉱物資源データ統合化に関しては、

“Mineral Resources Map of Asia”（GSJ, 2014）の地

質情報のうち、小規模鉱床2,330件について位置情報等

を 更 新 し た デ ー タ を 、 GRIAS （ Geo-Resource 

Information System：資源地質情報システム）で利用

可能な ESRI ShapeFile の形式で提供した。また、南

アフリカ Council for Geoscience（CGS）の監修したア

フリカ大陸およびアラビア半島についての資源図につい

て GRIAS で利用可能な GeoTIFF 形式で提供し、鉱物

資源情報7,645件について ESRI ShapeFile の形式で提

供した。 

分光反射スペクトルライブラリ整備では、レアメタル

鉱物試料および斑岩銅鉱床に関係する岩石・鉱石試料を

収集し、平成27年度に構築した可視域から短波長赤外

域（0.4～2.5 µm）の光を計測可能な反射スペクトル計

測システム用いて、 66個の反射スペクトルデータを取

得した。取得したスペクトルデータを GRIAS のスペク

トルライブラリにするため、データ形式を整えてデータ

セットを作成した。 

鉱物資源データの追加・統合化の評価では、アフリカ

大 陸 お よ び 周 辺 地 域 の 鉱 物 資 源 図 で あ る

“International Metallogenic Map of Africa”（CGS & 

CGMW，2001）の鉱床情報に関連して、主に位置情報

に関する統計的な検討を行い、データの有用性を確認し

た。また、南アフリカ地質調査所との共同研究で実施し

たレアメタル鉱徴地調査において、本事業で GRIAS に

整備したリモートセンシングデータを利用し、資源ポテ

ンシャルの解析・評価に活用した。さらに、分光反射ス

ペクトルライブラリのデータをハイパースペクトルデー

タ解析に適用することで、レアアース鉱床やスカルン鉱

床・斑岩銅鉱床に関連する鉱物分布が取得され、資源探

査の効率化が期待できることを示した。 

岩石の電気物性データベースの整備では、JOGMEC

と連携して国外2地域の鉱石・胚胎母岩等から収集した

40試料（IOCG 型鉱床（酸化鉄型銅金鉱床）：19試料、

斑岩銅型鉱床：21試料）の広帯域周波数領域の SIP

（スペクトル IP）測定を行った。また、標本として購

入した14個の標準的鉱石試料の SIP 測定を実施し、そ

れらの化学分析および帯磁率測定を実施した。SIP 測定

を行った試料については、湿潤密度、乾燥密度、有効間

隙率を計測した。さらに、80試料に対して TDIP（時間

領域 IP）測定を実施した。過去に化学分析をしたデー

タを見直し、22試料の定量オーバー分析を行った。そ

して、試料ごとに比抵抗、位相、充電率などの電気物性

を求め、他の物性データ、化学分析結果、採取場所およ

び鉱物学的な情報などとともに整理・分類し、電子ファ

イルにまとめた。 

昨年度に構築した GRIAS の「岩石電気物性ライブラ

リ」について、ユーザーからの意見・希望を参考にして、

数値データをダウンロードする機能を追加した。そして、

今年度は14個の標準的鉱石試料および95個の鉱石・母

岩試料をライブラリに登録した。 

IP 法電気探査技術の検証では、解析システムの整備

を進めた。昨年度に検討した感度解析評価に加え、探査

データの品質そのものを評価して3次元逆解析を実行す

るための手順を考案した。また、解析結果に影響を与え
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ると考えられる解析手法・条件に関するパラメータを整

理し、それらを評価するプロセスを同手順に組み込んだ。 

実データの適用・評価として、ペルー国コンドール地

域のスカルン鉱床を対象に平成27年度に取得された4測

線の SIP データに対して、4周波数の見掛比抵抗と見掛

位相のデータを用いて3次元解析を実施した。データ再

評価プロセスを組み込んだ逆解析の結果、極端に低い見

掛比抵抗、極端に高い見掛位相、逆極性の見掛位相のデ

ータが効果的にデータセットから除去されることで解析

精度が向上し、本テーマで考案した解析手順が良好に機

能していることが確認された。さらに、探査技術の検証

を目的に、コンドール地域において実施された2本のボ

ーリング調査で推定された地質構造およびコアサンプル

の電気物性計測結果を考察し、地質構造と浅部の解析比

抵抗断面および位相断面は概ね一致することを確認した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］鉱物資源情報、リモートセンシング、反

射スペクトル、物理探査、IP 法、電気

物性、データベース 

 

・石油製品需給適正化調査等委託費 

［研 究 題 目］高圧ガスの過去事故分析によるチェック

ポイントの調査研究 

［研究代表者］牧野 良次（安全科学研究部門） 

［研究担当者］牧野 良次、久保田 士郎、佐分利 禎、

椎名 拡海、高橋 明文、松木 亮、 

和田 有司、若倉 正英、中島 農夫男、

金山 正明、阿部 祥子、伊藤 貴子、

鈴井 真紀（常勤職員7名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

 本調査研究の目的である「事故が発生するまでの事象

を抽出・分析し、チェックポイントを抽出する」に関し

ては、産総研が運営する「リレーショナル化学災害デー

タベース（RISCAD）」から8件の事故事例を選び、産

総研で開発した「事故分析手法 PFA®」を用いて事故進

展フロー図を作成するという科学的手法によって事故原

因を抽出した。これを、化学プラントの現場経験を有す

るシニアを中心とする「現場保安チェックポイント集検

討会」の検討員が、化学工学会安全部会で提案した

「3M3E 分析」を用いて「人」、「設備/機器」、「管理」

の要因を分析したのちに、それぞれの要因に対して、現

場経験に基づく「チェックポイント」を作成した。 

 作成されたチェックポイントは8事例分を集めて「現

場保安チェックポイント集」としてまとめ、「対象者と

活用場面」、および「物質」、「機器」、「作業」のキーワ

ードで分類した。 

 さらに、「現場保安チェックポイント集」を実際に現

場で活用しやすくするための「現場保安チェックポイン

ト集検索システム Ver.3」を構築した。このシステムは、

Web ブラウザもしくは専用アプリケーションソフトを

用いて管理者が現場に伝えたいチェックポイントを選択、

チェックポイントリストとして保存、それを PC やタブ

レット端末に転送して、現場で作業者が閲覧・チェック

ができるようにし、さらに、チェック結果を保存、現場

作業者や管理者が後から確認できるようにしたものであ

る。Ver.3では新たなマスタ管理機能として「分類」の

追加変更機能を実装することにより、チェックポイント

に付与するキーワードをユーザーがオリジナルで追加す

ることが可能となった。 

 また、平成28年度石油精製業保安対策事業（高圧ガ

スの過去事故分析によるチェックポイントの調査研究）

の成果の発表、およびチェックポイント集や検索システ

ム Ver.2の問題点や今後に向けた改善点など企業のニー

ズに関してアンケート調査を行い情報収集することを目

的として「現場保安チェックポイント集および検索シス

テム説明会」を合計2回開催した。1回目は関西地域と

して平成29年7月13日に産業技術総合研究所関西センタ

ー（大阪府池田市）にて、2回目は関東地域として7月

20日に産業技術総合研究所臨海副都心センター（東京

都江東区）にて開催した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］高圧ガス保安、リレーショナル化学災害

データベース、事故分析手法 PFA、

RISCAD、事故進展フロー図、化学プ

ラント、現場保安、チェックポイント 

 

［研 究 題 目］プラント内における非防爆機器の安全な

使用方法に関する調査 

［研究代表者］久保田 士郎（安全科学研究部門） 

［研究担当者］久保田 士郎、牧野 良次、椎名 拡海、

佐分利 禎、松木 亮、若倉 正英、 

中島 農夫男、大松 未稀、佐藤 利明 

（常勤職員5名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 石油精製・石油化学プラントでは、設備の高経年化や

熟練作業員の減少等の課題に対して、プラント内で IoT

機器を活用し、ヒューマンエラーの防止あるいは作業の

効率化を進めることが望まれている。さらに、各種セン

サーをプラント内に多数配置し、ビッグデータを収集・

分析し、予測モデルや人に気づきを与えるシステム等を

開発し、異常を早期発見して事故を未然に防止すること

が重要である。そこで、本事業では（1）石油精製・石

油化学事業者のニーズ調査、（2）海外の事例調査、国

内実態調査、（3）我が国の規制と事業者の使用ニーズ

等の関係整理を実施し、プラント内における非防爆機器

の安全な使用方法に関するガイドライン等に資する基礎

情報を整理した。 

 （1）では、石油精製・石油化学関係の事業者に対し

てニーズ調査ヒアリングを実施しニーズを整理した。同

時に、プラント内での実地調査、文献調査等により、ガ
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イドライン等の作成に必要となる基礎情報の整理を実施

した。さらに意見聴取会を開催し業界からの意見を整理

した。（2）ではシンガポール等における、ポータブル

機器や非防爆のインターロック機能付きの遠隔監視機器

を含む非防爆機器等の使用実態や爆発危険箇所の指定の

状況、関係する規制について調査した。（3）では、事

業者の非防爆ポータブル機器や非防爆のインターロック

機能付きの遠隔監視機器等の使用ニーズと「工場電気設

備防爆指針」で許されている使用方法について整理した。

「工場電気設備防爆指針」で現行認められていない使用

範囲については、どのような安全確保措置が妥当なのか、

また技術的検証はどのような内容が必要なのか等につい

ての課題を整理した。さらに有識者等へのヒアリングと

意見聴取会を実施し、「工場電気設備防爆指針」と整合

するガイドライン作りに資する論点整理を実施した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］防爆指針、石油精製・石油化学プラント、

ヒューマンエラー、IoT 機器、ビッグデ

ータ、インターロック機能 

 

・商取引適正化・製品安全に係る事業 

［研 究 題 目］ビンテージソサエティの実現に向けた高

齢者等の行動データ取得事業 

［研究代表者］西田 佳史（人工知能研究センター） 

［研究担当者］西田 佳史、北村 光司、松本 吉央

（ロボットイノベーション研究センタ

ー）、小林 吉之（人間情報研究部門） 

（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 「人生100年」の超高齢社会の到来が迫る中、高齢者

が長く健康に働き、生活できる経済社会環境の実現が求

められる。そのためには、既存の経済社会システム、制

度から個人の生活レベルで利用するサービス・製品に至

るまで、社会の各界・各層で新たな時代への対応（ビン

テージ・シフト）を進めていく必要がある。本研究の目

的は、人生100年を前提とした新たな経済社会システム

を支えるため、特に高齢者にとって安全性の高い製品開

発等を産み出すために必要なデータ取得・分析を行うこ

とにある。 

 平成29年度は、高齢者が施設および一般住宅でどの

ように製品を使用しているかの映像ライブラリーの作成

を行った。高齢者介護施設等にカメラ等を設置し、高齢

者の生活行動等を動画で収集し、ライブラリ化すること

を目的に、本事業に賛同、同意した施設内の共有スペー

ス、及びその施設内で個人の撮影に同意した利用者の居

室を対象にセンサーカメラで生活行動を取得した。平成

28年度の事業（高齢者等製品安全基盤情報収集事業）

で行った22名に加え、平成29年度新たに一般家庭で協

力が得られた人数は12居宅19名であった。開発した動

画ライブラリ検索システムは、高齢者行動ライブラリと

して公開した。また、高齢者行動ライブラリを活用した

企業との共同研究として、手すりの視認性に関する実

験、脚立の昇段動作に関する実証実験、高齢者にとって

の使いやすさ評価技術のための運動機能計測と解析、高

齢者のセンサーを用いた位置情報認識や歩行速度の実証

実験などを行った。 

［領 域 名］情報・人間工学  

［キーワード］高齢者、製品安全、インシデント分析、

介護施設、生活機能、ビデオサーベイラ

ンス、オープンデータ 

 

・高機能 JIS 等整備事業 

［研 究 題 目］火薬類の安定度試験に関する JIS 開発 

［研究代表者］岡田 賢（安全科学研究部門） 

［研究担当者］岡田 賢、加藤 和彦、秋吉 美也子、

松永 猛裕（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

硝酸エステルを代表とする火薬等は、その特性から、

時間経過とともに内部分解が進み、場合によっては自然

発火等が生じる危険性がある。そこで火取法第36条で

は火薬等の輸入や、製造後一定期間を経過したものは、

経年劣化の状況を確認するための所定の安定度試験（遊

離酸試験、耐熱性試験、加熱試験）を実施し、その安全

性を評価しなければならない。現在行われている火薬等

の安定度試験に追加し、定量的に経年劣化の評価が可能

な方法を検討する。得られた成果は以下の通りである。

（1）検知管試験の JIS 原案作成では、検知管試験すな

わち、アーベル試験で発生した NO ガスを撹拌後、プ

ラスチックバッグに分取し検知管で測定を行う試験手法

を開発した。この検知管試験を JIS K 4810へ追加し、

JIS 原案を作成した。 

（2）よう化カリウムでんぷん紙の品質試験では、JIS 

K 4822において規定されている標準ガスを使用したよ

う化カリウムでんぷん紙の品質試験方法の改良を行った。

確認方法としては、薬液を50 %増量した試験紙と50 %

減量した試験紙を準備し、変色時間が規定範囲内で収ま

るかどうかの確認実験を行った。その結果、適正な NO

濃度の範囲が30-50 ppm であることがわかった。この

結果を JIS K 4822へ追加変更し、JIS 原案を作成した。 

（3）ニトロセルロースに MgO を添加し、模擬劣化火

薬を調整した。この模擬劣化火薬を使用し、8分以内で

試験紙が変色する不合格となる火薬を準備した。検知管

試験とよう化カリウムデンプン紙を併用して比較を行っ

たところ、8分で変色する NO 濃度しきい値が110 ppm

に相当することがわかった。そこで、火薬類取締法で定

める耐熱時間8分に相当する NO 濃度を110 ppm と定め、

経済産業省に提案した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］火薬・爆薬、安定度試験、火薬類取締法、

火薬類経年劣化評価、検知管、ガス分析、
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JIS 

 

・試験研究調査委託費 

［研 究 題 目］南鳥島における多成分連続観測によるバ

ックグラウンド大気組成変動の高精度モ

ニタリング 

［研究代表者］村山 昌平（環境管理研究部門） 

［研究担当者］村山 昌平、石戸谷 重之、武藤 勝彦、

宇佐美 哲之（環境管理研究部門） 

下坂 琢哉、青木 伸行（物質計測標準

研究部門）（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、気象庁南鳥島観測所において、大気中酸

素（O2）濃度、二酸化炭素（CO2）安定同位体比の高

精度連続観測を実施する。また、大気観測用酸素濃度標

準ガスを開発し観測データの標準化を図る。 

 H29年度は、南鳥島観測所において、フラスコサンプ

リング法および連続観測による大気中 O2濃度の観測を

継続した。連続観測によって、フラスコサンプリングで

は捉えられない南鳥島における O2濃度変動の詳細が過

去2年間に亘って明らかになり、大気輸送モデルを用い

た計算結果との比較解析を行うことで、短周期変動から

季節的な変動の時間スケールにおける O2濃度の変動要

因の定量的解明が進展した。 

 フラスコサンプリング法と質量分析計を用いた手法に

よる大気中 CO2の安定同位体比の高精度観測を継続し

てデータを蓄積し、CO2濃度データと組み合わせた解析

により変動要因について考察を行った。また、バックグ

ラウンド清浄大気の CO2安定同位体比連続観測に適し

た観測システムを製作し、産総研構内で試験観測を実施

し、分析条件の最適化を図った。さらに当観測システム

を南鳥島観測所に設置し、連続観測を開始した。 

 新たに明らかになった高圧ガス容器の秤量における不

確かさの寄与を小さくする秤量方法を開発し、再現性よ

く高精度 O2標準ガスを調製する方法を確立した。さら

に、その方法を用いて、濃度の不確かさが1 ppm 以下

の SI トレーサブルな高精度 O2濃度標準ガスを調製して、

巡回比較実験を開始した。 

［領 域 名］エネルギー・環境、計測・計量標準 

［キーワード］南鳥島、酸素濃度、二酸化炭素安定同位

体比、バックグラウンド大気、連続観測、

高精度酸素濃度標準ガス、炭素循環、SI

トレーサビリティ 

 

・その他 

［研 究 題 目］平成29年度省エネ型電子デバイス材料の

評価技術の開発事業「リアルタイム発光

測定による細胞内シグナル伝達動的変化

の定量化及び毒性発現メカニズムの解

析」 

［研究代表者］中島 芳浩（健康工学研究部門） 

［研究担当者］中島 芳浩、安部 博子、室冨 和俊、

田部井 陽介、油谷 幸代、古川祐光、

谷 英典、青木 寛 

（常勤職員7名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、細胞内シグナル伝達の動的変化をリアルタ

イム発光測定で定量化し、同データと既知毒性データの

関連性を解析・評価することにより、安全性予測システ

ムの構築に必要な化学物質の毒性発現メカニズムに関す

る情報の取得を目的とする。 

 本年度は、7種類のストレス応答シグナル伝達を評価

するための HepG2発光細胞を樹立するともに、リアル

タイム発光測定の精度を向上させるための解析法の基盤

を構築した。続いて、検証用化合物を用い、酸化ストレ

ス応答に対する試験を実施し、測定システムを検証する

とともに、毒性予測システムへ入力するデータについて

一次案を決定した。さらに、HESS 化合物56物質につ

いて酸化ストレス応答の解析を実施し、データを取得し

た。今後は、今年度取得した結果の再現性を確認すると

ともに、試験プロトコールを確立し、試験系の信頼性の

確保に努める。さらに、他の HESS 化合物について酸

化ストレス応答に加え、炎症応答等の解析を実施する予

定である。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］ルシフェラーゼ、セルベースアッセイ、

人工染色体ベクター、リアルタイム発光

測定、シグナル伝達、化学物質毒性評価 

 

［研 究 題 目］平成29年度 銅原料中の不純物低減技術

開発事業／銅鉱石脱砒素選鉱のための選

鉱性総合評価装置の開発 

［研究代表者］大木 達也（環境管理研究部門） 

［研究担当者］大木 達也、上田 高生（環境管理研究

部門）（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 選鉱性総合評価装置（CAMP）の開発に向け、X 線

測定情報に基づく2D データの取得方法の開発及び2D

データの解析による統計的3D 情報推定技術の開発につ

いて着手した。2D データ取得方法の開発では、SEM-

EDX のプライマリデータに基づくシステムの構成を検

討し、統合システム DeMPES の開発に着手した。

DeMPES の元素ダイアグラムは、プライマリデータを

解読しつつ速やかに計算するプログラムの開発となる。

ただし、5元素以上になると図示することがでず、これ

がどのような影響を及ぼすかについて検討中である。一

方、クラスタリングとは、正解の分からないデータを複

数の集団に分ける機械学習の「教師なし学習」に分類さ

れるプロセスである。汎用法はあるものの、実際の鉱物

状態を反映した最適なアルゴリズムの設計が必要となる。
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現在、各種鉱物分布に対応した検証作業を実施中であり、

5元素以上の元素ダイアグラムにも拡張可能なアルゴリ

ズムを模索中である。また、2D データの解析による統

計的3D 情報推定技術の開発では、ステレオロジカルバ

イアス補正法のためのデータベース構築を行った。単体

分離状態の統計的信頼性と測定粒子数の関係性に関する

モデル（統計モデル）を構築し、数値解析及び実験によ

る検証を行い、構築した統計モデルの有効性を確認した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］選鉱、単体分離、鉱物分析、SEM-EDX、

3D 変換 

 

［研 究 題 目］TMB／REMCO 対応 

［研究代表者］齋藤 剛（物質計測標準研究部門） 

［研究担当者］齋藤 剛、藤本 俊幸、朝海 敏昭、 

宮下 振一（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

国際標準化機構の標準物質委員会（ISO/REMCO）国

内審議委員会の運営及び、本会議等への専門家派遣等を

通して、REMCO で審議中の標準物質に関わるガイド

新規作成状況、並びに諸外国の対応状況の調査を行い、

日本に優位な形でのガイド作成が進められるよう方針案

の作成とその反映ができるように活動を行なった。具体

的には、国内審議委員会を2回開催し、第1回目の国内

審議委員会では第40回 ISO/REMCO 本会議での対処方

針案の作成等を、第2回目の国内審議委員会では、

REMCO 本会議の報告、新規ガイドの提案に対する対

処方針案の審議等を行った。第40回 ISO/REMCO 本会

議に専門家を派遣して、国内審議委員会で議論した方針

案の反映活動及び、新規ガイド作成作業へ向けた方針等

の調査を行った。これらの調査結果を第2回目の国内審

議委員会へ報告し対処方針案を作成した。REMCO 本

会議での新規ガイド作成に係る2件の提案については、

国内審議委員会を通して賛成した。これらのガイド作成

作業は承認され、作業が開始されることが決定した。ま

た 、 中 国 及 び 韓 国 の 標 準 物 質 研 究 者 と Asian 

Collaboration on Reference Materials（ACRM）を通

して REMCO に関係する情報交流を行った。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］ISO、標準物質、認証標準物質、標準物

質生産、ガイド30シリーズ 

 

［研 究 題 目］平成29年度地熱発電技術研究開発事業

「地熱貯留層掘削技術」 

［研究代表者］唐澤 廣和（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］唐澤 廣和、雷 興林、大野 哲二、 

宮崎 晋行、今泉 博之 

（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

地熱井の掘削コストは地熱開発における全コストの

40～60 %に達するとされている。掘削コストを削減す

るための最も重要な技術的課題の一つとして、高効率・

長寿命の掘削用ビットの開発が挙げられる。本研究では、

地熱貯留層の掘削に適応した PDC ビットの開発を進め

た（PDC：多結晶ダイヤモンド焼結体の略）。既に石油

開発分野で広く使われている PDC ビットは、従前より

用いられてきたローラーコーンビットと比べ、掘進速度

が速く、寿命が長いという特徴を有している。本研究は

具体的に、①耐摩耗性・耐欠損性・耐熱性に優れた

PDC カッター（PDC ビットの先端に取り付けられた刃

物）の開発、②高効率・長寿命の PDC ビットの設計お

よび製作手法の開発、③PDC カッターや PDC ビット

の掘削性能評価、の3つのサブテーマより構成され、民

間企業2社と産業技術総合研究所が共同で実施した。産

業技術総合研究所では、③PDC カッターや PDC ビッ

トの掘削性能評価に関する研究を主として推進し、また、

開発された8-1/2インチ PDC ビットを用いた現場実証試

験を実施した。 

室内掘削試験装置を用い、コアビットや現場実証試験

用8-1/2インチ PDC ビットによる岩石の掘削試験、

PDC カッターによる岩石の切削試験および数値シミュ

レーションを行った。コアビットの掘削試験により、開

発された PDC カッターは、石油開発分野で使用されて

いる市販品と比較して、同等以上の耐久性を有している

ことがわかった。現場実証試験用8-1/2インチ PDC ビッ

トの掘削試験では、現場実証試験に使用した後の掘進率

は使用する前に比べて大きく低下しているものの、掘削

する岩石が一軸圧縮強度90 MPa 程度の安山岩であれば、

引き続き使用可能である、すなわち、ビット寿命には到

達していないことが示唆された。PDC カッターによる

岩石の切削試験では、切削抵抗に及ぼすさまざまな実験

パラメータ（岩種、切削深さ、レーキ角、チャンファの

大きさ）の影響を系統的に取得した。その結果、レーキ

角－5°または－10°のときに切削抵抗が小さくなるこ

とや被削岩石の一軸圧縮強度が大きいほど切削抵抗が大

きい傾向があること等を明らかにした。また、切削抵抗

が切削深さにほぼ比例することに注目し、切削抵抗を各

実験パラメータの関数として表した。さらに、これらの

結果に対して、数値シミュレーションによる検証を行っ

たところ、定性的には概ね実験結果と整合性があること

を確認した。開発された8-1/2インチ PDC ビットを用い

て、地熱井掘削現場でのフィールド実証試験を行った。

開発された PDC ビットの性能は概ね良好であったが、

PDC カッターや PDC ビットの仕様に関する改善点を

複数抽出し、今後の研究開発における課題と位置づけた。 

［領 域 名］エネルギー・環境、地質調査総合センタ

ー 

［キーワード］地熱、PDC（多結晶ダイヤモンド焼結

体）、掘削、ビット、カッター 
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［研 究 題 目］ダイナミック・サイニングに関する国際

標準化     

［研究代表者］渡邊 洋（人間情報研究部門） 

［研究担当者］渡邊 洋、氏家 弘裕、伊藤 納奈、 

（以上、人間情報研究部門）、 

堀 武幸、松原 勉、坂田 礼子、 

西平 宗貴、福高 新作、相川 真実、 

久野 徹也（以上、三菱電気株式会社） 

（常勤職員5名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

 駅や商業施設、オフィスビル内等の移動では、施設の

複合化やセキュリティ強化等により動線が複雑化してい

る。本事業ではこの課題解決のため、投影型照明により

通路や道路などの床面や路面へ表示する高度な情報提供

（以下、ダイナミック・サイニングと呼ぶ）のための、

動的な図記号の表示ルールに関する高機能 JIS 開発を

行うことを目的とする。 

ダイナミック・サイニング技術の適用事例として、床

面や壁面への情報表示により、目的施設への誘導や非常

時の誘導、危険回避を実現し、効率的で快適な移動を提

供することが考えられる。従来から行われている通路や

路面での情報表示の方法は固定式のサイン表示にとどま

っており、時々刻々変化する状況に対応して、適切な場

所に適切なタイミングで動的に必要な表示を行う例はな

い。こうした新たな技術は現在技術的には実現可能であ

る。これを人間工学的な側面を考慮した上で、誰にでも

瞬時に理解できる情報表示技術として確立することによ

り、社会的な必要性が得られるであろう。この観点から、

標準化の実現性は高いと言える。 

本事業は、三菱電機株式会社（以下、三菱電機）との

共同研究である。 

平成29年度は、上記技術に関する ISO 開発を見据え、

人間工学に基づく視認性・分かり易さの見地から、次の

人間工学実験を実施した。 

ダイナミック・サイニングによる歩行者に対する誘導

情報の伝達効率（誘導方向および誘導距離）を、VR 装

置を用いて定量的に明らかにした。実験条件として、被

験者の年齢層、誘導方向、誘導距離を表す複数のサイン

の空間内の位置関係、提示時間を設定した。 

結果は、若年層に比較して、高齢者がサインの情報を

読み取るためにより長い時間を要し、かつ、正答率が下

がったことを示した。興味深い点は高齢者の正答率の変

化である。すなわち、若年被験者は方向情報、距離情報

の配置に関わらずほぼ9割以上の正答率を示したのに対

して、高齢被験者は方向を示すサインを左右に分離する

ことによって正答率が下がった。空間的に離れた方向情

報と距離情報を統合し判断を下すことが高い認知的負荷

を与えたことが示唆される。反応時間の面からも、高齢

者の認知的負荷への処理能力の低下が示唆されている。

すなわち、若年層では提示時間の長短にかかわらず1.5

秒程度の反応時間が必要であり、これはすべての提示時

間条件でサインの提示中に意思決定がなされたことを意

味する。一方、高齢者では提示時間が短くなると、意思

決定に要する時間が長くなる傾向が示された。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］プロジェクションサイン、バーチャルリ

アリティ、視認性、アクセシブルデザイ

ン 

 

［研 究 題 目］取得コア試料の微生物学的分析 

［研究代表者］吉岡 秀佳（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］坂田 将、吉岡 秀佳、片山 泰樹、 

金子 雅紀（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

メタンハイドレート資源開発研究コンソーシアム

（MH21）の研究の一部として、東部南海トラフ海底堆

積物を用いて微生物学的分析を行うことにより、微生物

によるメタン生成能力を評価し、メタンハイドレートの

集積メカニズムの解明に貢献する。 

本年度は、静水圧で加圧できる培養容器の改良を行い、

東部南海トラフにおける地盤調査及び海洋産出試験事前

掘削において採取されたコア堆積物試料から単離された

メタン生成菌を用いて高圧培養試験を行い、圧力がメタ

ン生成活性に与える影響を評価した。同サイト海底堆積

物の表層部からメタンハイドレート濃集帯までの広い範

囲で補酵素 F430を検出し、メタン生成活性の分布を明

らかにした。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］海洋ガスハイドレート、微生物、メタン

生成菌、メタン生成活性 

 

［研 究 題 目］社会のユニバーサルデザイン化に向けた

アクセシブルデザイン（AD）製品の国

際標準化等 

［研究代表者］伊藤 納奈（人間情報研究部門） 

［研究担当者］持丸 正明、伊藤 納奈、大山 潤爾、

佐川 賢（以上、人間情報研究部門）、

倉片 憲治（早稲田大学） 

（常勤職員3名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

本事業では、JIS｢高齢者･障害者配慮設計指針｣シリ

ーズ、ISO/IEC Guide 71、及び ISO/TR 22411に基づ

いて、高齢者及び障害者のニーズに対応した製品やサー

ビスに関する一連の国際規格原案を作成し、ISO に提

案する。また、その目的のために国際標準の開発を行う

とともに、消費者と生産者を繋ぐ仕組み構築も行う。ま

た開発する国際標準は、AD 製品であることを認証する

ための基準としても活用される。 

 平成29年度は、同 TC/SC4及び SC5、TC159/WG2に

提案した下記8件の規格及び技術報告書案の審議を進め、
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それぞれの関連国際委員会3回、国内委員会2回、WEB

会議を数回開催した。 

1. WI 24505-2 "Ergonomics – Accessible design – 

Method for creating colour combinations – Part 2: for 

people with colour deficiencies" 

2. WI 24505-3 "Ergonomics –  Accessible design – 

Method for creating colour combinations – Part 3: for 

（JIS 未提案、高齢者・障害者配慮設計指針―視覚表示

物―色の組合せ方法―第3部：ロービジョン） 

3. WI 24505-4 "Ergonomics –  Accessible design – 

Method for creating colour combinations – Part 4: 

general guidance on the use of colour-combination 

standards" 

（JIS 未提案、高齢者・障害者配慮設計指針―視覚表示

物―色の組合せ方法―第4部：色の組合せ方法規格の使

用に関する一般通則） 

4. ISO/2CD 21055 "Ergonomics – Accessible design – 

Minimum legible font size for people at any age" 

（JIS S 0032、高齢者・障害者配慮設計指針―視覚表示

物―日本語文字の最小可読文字サイズ推定方法） 

5. ISO/DIS 21056 "Ergonomics – Accessible design – 

Guidelines for designing tactile symbols and letters" 

（JIS S 0052、高齢者・障害者配慮設計指針―触覚情報

―触知図形の基本設計方法） 

6. ISO/WD 24500-1 "Ergonomics – Accessible design 

– Indicator lamps on consumer products" 

（JIS 未制定、消費生活用製品の報知光） 

7. ISO/WD 24500-2 "Ergonomics – Accessible design 

– Voice guides for consumer products" 

（JIS S 0015、消費生活用製品の音声案内） 

8. TR22411(2nd edition) Part1: Ergonomics data and 

guidelines for the application of ISO/IEC Guide 71 to 

products and services to address the needs of older 

persons and persons with disabilities 

（高齢者及び障害者のニーズに対処するための製品及び

サービスに対する ISO/IEC ガイド71の適用に関する人

間工学的データ及び指針） 

また、下記の規格案について、国際標準化提案に向けた

準備を行った。 

9. Ergonomics –  Accessible design –  Ease of 

handling for consumer products 

（JIS 未制定、消費生活用製品の操作性） 

平成30年度は、引き続き個々の ISO 規格原案及び技

術報告書の作成作業等を進めていく予定である。 

［領 域 名］情報・人間工学領域 

［キーワード］高齢者・障害者配慮、ISO/IEC Guide 

71、国際標準化、JIS、感覚特性、身体

特性、アクセシブルデザイン 

 

［研 究 題 目］地熱発電技術に関する委託研究「地熱貯

留層評価・管理技術」 

［研究代表者］浅沼 宏（再生可能エネルギー研究セン

ター） 

［研究担当者］浅沼 宏、山谷 祐介、石橋 琢也、 

村田 泰章、岡本 京祐 

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 地下への加圧注水等により人工的に能力を改善した地

下 地 熱 システ ム を EGS （ Enhanced Geothermal 

Systems）と呼ぶ。EGS 型の地熱開発には様々な形態

があるが、何れも地熱エネルギー生産量の拡大、開発可

能地点の増大、熱エネルギー抽出の持続性維持等に大き

く寄与可能であるとされている。福島県の奥会津地熱地

域では柳津西山地熱発電所が約20年間操業を行ってい

るが、地下の地熱貯留層への流体供給が不足しているこ

とに起因して地熱流体の生産量が減少するとともに様々

な操業上の問題が生じている。石油天然ガス・金属鉱物

資源機構（JOGMEC）は、我が国における連続的な注

水により地熱貯留層の能力回復を図る「涵養型 EGS」

の工程を確立する目的で、2013年度から5年間のプロジ

ェクトを地熱技術開発株式会社、奥会津地熱株式会社、

当所へ委託する形で実施している。本プロジェクトにお

いて、当所はモニタリングの部分を担当しており、微小

地震、ならびに自然電磁波を用いて地下への注水の影響

のモニタリングを目指している。プロジェクト5年目の

本年は当所が同地域に設置した高密度・高感度微小地震

モニタリングシステムを使用して微小地震の連続モニタ

リング、セミリアルタイム解析を継続して実施した。ま

た、共同受託者と連携し、これまでの成果を技術マニュ

アルとして取りまとめた。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］EGS、地熱開発、涵養注水、微小地震、

MT 法 

 

［研 究 題 目］平成29年度「省エネ型電子デバイス材料

の評価技術の開発事業（機能性材料の社

会実装を支える高速・高効率な安全性評

価技術の開発－毒性関連ビッグデータを

用いた人工知能による次世代型安全性予

測手法の開発－）」 

［研究代表者］竹下 潤一（安全科学研究部門） 

［研究担当者］竹下 潤一（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 ラットインビボでの毒性予測を目指し、平成29年度

は以下の2項目について研究を実施した。 

（1）HESS（有害性評価支援システム統合プラットフ

ォーム）データの抽出・整形 

 HESS より既存インビボデータを抽出し、インビト

ロ試験等で利用する化合物選択や、インシリコ予測手法

の構築に使える形に、28日間反復投与毒性試験及び42
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日間生殖発生併合毒性試験データをそれぞれ整理した。

28日間試験データは233化合物×867所見の、42日間試

験データは272化合物×434所見のテーブルとなった。

また主要な所見を把握するために、これらを用いて

LOEL（最小影響量）報告化合物数のランキング表をま

とめた。 

（2）インビボ毒性予測手法のプロトタイプの構築 

 28日間試験データのある化合物から、分子記述子が

計算可能であること、インビトロ試験が実施可能である

こと、入手可能であることなどを考慮し120個の化合物

を選択した。そして、その120化合物の分子記述子デー

タに基づきラットインビボ毒性予測手法のプロトタイプ

の構築を行った。なお、予測対象とした所見は4つとし

た：（a） 血中 ALT（アラニンアミノトランスフェラー

ゼ）の上昇、（b）6個の肝関連所見（血中 ALT の上昇、

肝細胞浸潤、肝細胞壊死（小葉中心性）、肝細胞壊死

（門脈周囲性）、肝細胞壊死（その他）、剖検による肝臓

でのその他の所見をグループ化した所見）、（c）10個の

肝臓関連所見（（b）の6所見に、血中総ビリルビンの増

加、血中 ALP（アルカリホスファターゼ）の増加、血

中 AST（アスパラギン酸アミノトランスフェラーゼ）

の増加、血中γ-GTP（ガンマ－グルタミルトランスペ

プチターゼ）の増加を加えグループ化した所見）、（d）

6個の貧血関連所見（赤血球の減少、ヘモグロビンの減

少、ヘマトクリットの減少、MCV（平均赤血球容積）

の減少、MCH（平均赤血球ヘモグロビン量）の減少、

HCHC（平均赤血球ヘモグロビン濃度）をグループ化

した所見）。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］化学物質、毒性試験データベース、イン

シリコ解析、肝関連所見、貧血関連所見 

 

［研 究 題 目］平成29年度安全な CCS 実施のための

CO2貯留技術の研究開発事業に係る再委

託 

［研究代表者］徂徠 正夫（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］徂徠 正夫、西 祐司、藤井 孝志、 

加野 友紀、後藤 宏樹、雷 興林、 

及川 寧己、横田 俊之 

 （常勤職員10名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

1）CO2長期モニタリング技術の開発 

 超伝導重力計を苫小牧 CO2地中貯留実証試験サイト

の観測点に設置し、海岸近傍の厳しい環境下で観測開始

後3年間の重力計測を実施した。海岸近傍点における重

力データを蓄積すると同時に、新たに導入した2台の超

伝導重力計を活用して、並行観測によるドリフト比較、

移設の影響評価、短期間重力変化計測の可能性調査等の

研究を進めた。また、重力変化に対する降雨の影響の検

討に加えて、土壌水分の影響低減を考慮した観測基台を

苫小牧に新設し、苫小牧における並行観測も開始した。 

長期モニタリングへの課題となる技術開発においては、

初段のデータ処理となるルーチン的解析の検討を進め、

また苫小牧サイトで取得される重力データから降雨に起

因する重力変化を取り除く方法を構築することを目標と

した検討を実施した。ここでは、降雨発生後の重力の増

加とその後の減少が確認されたことを踏まえ、降雨に伴

う土壌浸透プロセスの数値シミュレーションにより、土

壌水分分布の変化に起因する重力変化を算出した。その

結果、降雨開始後30時間程度までの実測値を説明でき

ることが示された。 

2）長期遮蔽性能評価技術の開発 

 地化学反応プロセスがキャップロックの遮蔽性能に及

ぼす影響について、岩石内部のスロート径（空隙構造）

と接触角（界面状態）に注目した検討を行った。空隙構

造に関しては、各種堆積岩と炭酸塩含有焼結体とを

CO2地中貯留を模した含 CO2温泉水中で反応させ、反応

に伴う水理特性の変化を解析した。一部の堆積岩で、炭

酸塩の成長による浸透率の低下と、溶解による浸透率の

増加が示唆された。 

界面状態に関しては、昨年度考案した接触角導出法を

検証した結果、試料の浸透率を増加させることが不可欠

であることが判明した。二次元放射流モデルを用いた数

値シミュレーションからは、地化学反応により接触角が

変化した場合に、キャップロックの長期的な遮蔽性能に

影響を及ぼす可能性が示された。ここでは、特に枯渇ガ

ス田などに想定される CH4の存在が流体挙動およびス

レッショルド圧による遮蔽効果に影響することが示唆さ

れた。 

3）ジオメカニクスモデリング技術の開発 

光ファイバーモニタリングで得た歪データをジオメカ

ニクスモデリングへ有効に利用するため、モンテカルロ

手法を用いてランダム的な不均質の等価モデルとその信

頼空間を求めた。次に、巨視断層の等価的なモデルを得

るため、断層沿いの高速な圧力の拡散と定常流での流体

移流速度の両方を近似的に保つことを前提条件とし、断

層を含む基本数値モデル単位であるセルの端面積を人為

的に変える方法を提案した。簡易放射流モデルの解析解

に基づく初期物性値を決めるためのヒストリーマッチン

グ等の作業では、グリッド操作による逆解析手法を導入

した。また、観測データの平滑処理において、情報量基

準を用いる手法を取り込んだ。 

一方、シミュレーションの高度化を図るため、貯留層

および遮蔽層岩石試料について、間隙圧および封圧の変

動に対する歪および水理特性の変化を室内実験により測

定した。水で飽和した円柱形岩石試料に対して下端から

空気を浸入させる実験を実施した結果、岩石試料の

Skempton の B 値、排水条件における体積弾性率、絶

対浸透率の計測が可能であることが確認された。 

また、変成度の異なるキャップロックや貯留岩を用い
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て、岩石の変形、破壊、すべりまでの浸透率変化を調べ

た。き裂発生に伴う浸透率の変化は、き裂発生の前後で

適用される式が異なることが示された。特に、き裂発生

後の浸透率変化は、変形に伴うき裂幅の変化に関連づけ

た既往の解釈とは異なる傾向を有することが確認された。 

4）社会受容性の向上、国際標準化との整合 

CCS 普及のため、CCS のステークホルダーの特性を

整理するとともに CCS のプロセスのステークホルダー

エンゲージメントを考察し、社会的受容性確保の要件を

探るとともに、特にリスクマネジメントに留意して

CCS 技術事例集と ISO 内容の整合性検討を実施した。

内外のステークホルダーとの理解の構築や公衆との理解

の構築、公衆との対応マネジメントといったコミュニケ

ーションについての対応を、プロジェクトマネジメント

やリスクマネジメントの観点で構築できるよう検討を進

めることが必要との認識が得られた。 

［領 域 名］エネルギー・環境、地質調査総合センタ

ー 

［キーワード］CO2地中貯留、CCS、モニタリング、重

力、自然電位、苫小牧大規模実証試験、

断層、モデリング、ジオメカニクス、ナ

チュラル・アナログ、遮蔽性能、接触角、

地化学プロセス、社会的受容性、国際標

準化 

 

②文部科学省 
［研 究 題 目］石狩低地東縁断層帯（沿岸海域）の調査

（内陸及び沿岸海域の活断層調査） 

［研究代表者］阿部 信太郎（活断層・火山研究部門） 

［研究担当者］阿部 信太郎、大上 隆史、八木 雅俊、

内田 康人（北海道立総合研究機構）、

仁科 健二（北海道立総合研究機構）

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 陸棚縁辺～海盆においてマルチチャンネル音波探査を

実施し、石狩低地東縁断層帯の海域部に発達する活構造

のうち、最も変形フロント側の活背斜（勇払沖背斜）を

追跡した。勇払沖背斜は前期－中期更新世以降に形成さ

れた堆積層を累積的に変形させており、その変形構造は

日高町の沖合に至って構造的には認識できなくなる。勇

払沖背斜は、臨海低地～沿岸海域に分布する勇払背斜と

ともに、伏在衝上断層に伴う一連の断層関連褶曲を構成

していると判断される。この一連の断層関連褶曲の南端

部は勇払沖背斜が認識できなくなる領域にあると判断さ

れ、海岸線から海域に延びる一連の活構造の長さは約

44 km となる。ただし、勇払沖背斜の東側に並走する

鵡川沖背斜までが一連の断層関連褶曲であるならば、そ

の活構造の海域における長さは44 km 以上となる。 

 陸棚上において高解像度音波探査記録を実施し、水平

成層した堆積物が勇払背斜と概ね調和的に撓み下がった

変形構造を捉えた。柱状採泥調査の結果にもとづくと、

水平成層した堆積物は後氷期の海水準上昇期に浅海で形

成された泥質堆積物と解釈される。変形構造を認識でき

る地層は少なくとも11.1千年前までに形成されているた

め、この変形構造が勇払背斜を成長させる断層活動に伴

って形成されたと解釈すれば、なくとも11.1千年前以降

に1回以上の断層活動があったことになる。変形構造に

伴う地層の上下変位量は約1.3 m であり、これは1回の

断層活動に伴う上下変位量である可能性がある。ただし、

勇払背斜が低角（10～20°）の伏在衝上断層の活動に伴

って成長していると解釈すれば、断層面上のすべり量は

上下変位量の2.9～5.8倍程度となる可能性がある。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］石狩低地東縁断層帯、活断層、活動履歴、

音波探査、柱状採泥 

 

［研 究 題 目］鴨川低地断層帯受託研究 科学技術基礎

調査等委託事業） 

［研究代表者］丸山 正（活断層・火山研究部門） 

［研究担当者］粟田 泰夫、吾妻 崇（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

平成29年度内陸及び沿岸海域の活断層調査の一環とし

て、房総半島南部に位置する鴨川低地断層帯の活動性お

よび存在性に関する調査を実施した。断層帯のうち、主

要な活断層として評価されていた南断層については、南

房総市平久里下地区において、断層線を挟んで分布する

完新世段丘面群の地形判読と9孔・合計掘進長98 mのボ

ーリング掘削による地質調査を実施した。この結果、同

一段丘面の可能性が指摘されてきた下流側および上流側

において最もよく発達する段丘は、時代も堆積環境も異

なる別々の段丘であることが明らかとなった。また、断

層崖とされる崖を挟んだトレンチ調査では、完新世段丘

の基底礫層が連続して分布しており、基盤岩中にも指摘

されてきたような断層が存在しないことが確認できた。

さらに、断層帯の北断層および南断層の全域について、

本調査で新たに取得した1 mDEM（30平方km）および

平久里地点の1970年代の空中写真に基づく2 mDEM

（0.25平方km）と既存の5 mDEMなどに基づく地形判

読を実施し、活断層とされてきた崖地形は、破砕された

泥岩と砂岩の境界に一致し、地すべり地形によって開折

されいることが確認できた。加えて、複背斜軸付近に指

摘されていた活断層とされるリニアメントは、泥岩中に

貫入する塩基性岩に起因する組織地形であることも確認

された。以上の結果、既存の調査研究において活断層の

根拠とされていた地形が変動地形である可能性が低いこ

とが確認できた。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］鴨川低地断層帯、主要活断層帯、活断層

の長期評価 
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［研 究 題 目］糸魚川－静岡構造線断層帯（北部区間）

の調査（内陸及び沿岸海域の活断層調

査） 

［研究代表者］近藤 久雄（活断層・火山研究部門） 

［研究担当者］近藤 久雄、木村 治夫（電力中央研究

所）、杉戸 信彦（法政大学） 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 北部区間を構成する神城断層のうち、2014年長野県

北部の地震では活動しなかった区間を対象として、次の

調査を実施した。北安曇郡白馬村の北城新田地区におい

て、比高約6 m の低断崖を横断してボーリング調査及び

S 波反射法地震探査を実施した。その結果、約4千年前

から7千年前の間に約6 m の累積上下変位が生じたこと

が明らかとなり、これを基に従来よりも高精度に平均的

な上下変位速度を推定した。また、低下側を埋積する細

粒堆積物の分布状況から判断して、約7千年前以降に2

回の地震イベントが生じた可能性を指摘した。北安曇郡

白馬村の神城佐野地区において、トレンチ・ボーリング

調査及び S 波反射法地震探査を実施した。その結果、

調査地では主として2条の東傾斜の逆断層と西側低下の

撓曲変形がイメージングされ、その地質構造に基づき平

均変位速度を推定した。上盤側の副断層トレース上で掘

削したトレンチでは、河川性堆積物と湿地性堆積物を切

断し、西側低下の撓曲変形を生じる明瞭な逆断層が露出

した。断層と地層の切断・被覆関係や上下変位量の差異、

変形の程度などから、約1.3万年前以降に2回の地震イベ

ントを検出した。副断層における最近2回の活動間隔は

1万年程度であり、最新活動に伴う地震時上下変位量は

1.0 m である。また、北部区間を構成する松本盆地東縁

断層北部においてボーリング調査を実施し、同断層の位

置を確認するとともに約5千年前以降の層序を明らかに

した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］活断層、古地震、糸魚川－静岡構造線断

層帯、長野県北部の地震 

 

［研 究 題 目］地域評価のための活断層調査（関東地

域） 

［研究代表者］吾妻 崇（活断層・火山研究部門） 

［研究担当者］吾妻 崇、熊原康博（広島大学）、 

水野 清秀（地質情報研究部門）、 

近藤 久雄（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 関東地域に分布する主要な活断層帯のうち、群馬県東

部に位置する太田断層について、活断層から発生する大

地震の発生確率の算出及び地震規模の推定を高度化し、

また地震調査研究推進本部による評価の精度向上に資す

るため、変動地形調査、ボーリング調査、反射法地震探

査などの地形・地質・地球物理学手法を用いた調査を行

い、活動時期、活動間隔、平均変位速度、地震時変位量

や活動区間などの検討に資する具体的なデータを取得し

た。本研究においては、太田断層の位置・形状および活

動性を明らかにするため、同断層の北西方向に延長する

ことが推定される北部地点（群馬県みどり市笠懸地区）

と既往調査によって同断層の活動性に関する情報が得ら

れている南部地点（群馬県太田市龍舞地区）の2か所に

おいて S 波反射法地震探査、群列ボーリング調査をそ

れぞれ実施した。また、これらの調査によって得られた

試料を用いて、断層活動時期や地形面の形成年代を明ら

かにするため、段丘堆積物やその被覆層に含まれる炭素

含有物の年代測定と段丘堆積物を覆う被覆火山灰の分析

を実施した。これらの結果から、太田断層がこれまでの

活断層評価で確認されているよりも延長される可能性が

あることを示すとともに、その平均変位速度（上下方

向）を算出した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］活断層、関東地域、太田断層、群馬県、

ボーリング調査、反射法地震探査 

 

［研 究 題 目］微細構造解析プラットフォーム 

［研究代表者］齋藤 直昭（分析計測標準研究部門） 

［研究担当者］齋藤 直昭、松林 信行、鈴木 良一、

大島 永康、大平 俊行、 

ORourke Eugene Brian、中村 健、 

松﨑 弘幸、井藤 浩志、浮辺 雅宏、 

志岐 成友、全 伸幸、藤井 剛、 

後藤 義人、服部 峰之 

（常勤職員15名、その他10名） 

［研 究 内 容］ 

 本委託事業は、ナノテクノロジーに関わる最先端の研

究設備とその活用のノウハウを有する機関が、緊密に連

携して全国的なナノテクノロジーの研究基盤（プラット

フォーム）を構築することにより、産学官の多様な利用

者による共同利用を促進し、個々の利用者に対して問題

解決への最短アプローチを提供するとともに、産学官連

携や異分野融合を推進することを目的としている。 

 公開装置は、独自に開発した計測装置や技術を中心に

した以下の7つの装置（群）である：①陽電子プローブ

マイクロアナライザー装置（周辺設備含）（PPMA）②

超伝導蛍光収量 X 線吸収微細構造分析装置（周辺設備

含）（S-XAFS）③可視－近赤外過渡吸収分光装置（4台、

周辺設備含）（VITA）④リアル表面プローブ顕微鏡装置

（3台、周辺設備含）（RSPM）⑤固体 NMR 装置（3台、

周辺設備含）（SNMR）⑥極端紫外光光電子分光装置

（EUPS）⑦超伝導蛍光 X 線検出器付 SEM 装置（SC-

SEM）。 

 これらの装置を用い、企業・大学研究機関からの要望

に応じてナノ材料などの計測を実施して研究開発に貢献

した。具体的な計測の支援実績は、①課題件数：76件
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（目標64件以上）②外部共用率：平均69 %（目標35 %

以上）（装置毎に異なる）③外部共用のうち民間企業の

占める割合：平均52 %（目標：平均20 %以上）（装置毎

に異なる）であり、いずれも目標の値を達成した。 

 利用講習会（スクール）として、「第1回設備利用講

習会」（2018年3月）をつくば産総研にて開催した。ま

た、地域公開セミナーとして、「北海道大学・産総研 微

細構造解析プラットフォーム合同セミナー」（札幌、

2017年6月）、「産総研 微細構造解析プラットフォーム

地域セミナー」（2017年11月、東京）を開催した。これ

らにより、事業の宣伝とユーザ拡大、および人材育成を

図った。さらに、JASIS2017展示会、次世代ものづく

り 基 盤 技 術 産 業 展 TECH Biz EXPO 2017 や

Nanotech2018など、各種の展示会にも出展し、事業の

宣伝によるユーザ拡大とユーザニーズの把握を実施した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］ナノテクノロジー、機器公開、研究支援、

先端計測機器、産学官連携、イノベーシ

ョンハブ 

 

［研 究 題 目］「エネルギー貯蔵システム実用化に向け

た水素貯蔵材料の量子ビーム融合研究」

のうちの一部「水素貯蔵材料の劣化機構

解明と新規軽量材料の探索」    

［研究代表者］榊 浩司（創エネルギー研究部門） 

［研究担当者］榊 浩司、中村 優美子、 

Kim Hyunjeong、榎 浩利、 

浅野 耕太、斉田 愛子 

（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 定置型の水素によるエネルギー貯蔵システムにとって、

体積あたりの水素貯蔵密度に優れた水素吸蔵合金は魅力

的である。水素吸蔵合金に求められる課題として、繰り

返し耐久性がある。そこで、放射光 X 線および中性子

を用いて、材料の特性劣化の因子を局所構造の観点から

明らかにし、劣化メカニズムの解明に取り組む。また、

測定技術の高度化として、マルチビームの有効利用法お

よび薄膜の構造解析技術の確立を行う。 

年度進捗状況： 

 放射光 X 線および中性子全散乱を用いることで、バ

ナジウム系 BCC 合金の劣化は転位の蓄積と相関性が強

いことをこれまで示してきた。今年度は劣化因子の熱的

安定性の観点から劣化の起源を調べた。その結果、サイ

クルに伴い低下した吸蔵圧と吸蔵量はそれぞれ異なる温

度域で回復することを確認した。すなわち、サイクルに

伴う吸蔵圧と吸蔵量の変化は別の劣化因子であることを

示唆していることが明らかとなった。今後は格子ひずみ、

結晶子サイズの変化に注目し、特性の回復との相関性を

評価する予定である。 

 Mg 系薄膜の局所構造解析手法の確立を目指した。今

年度は試料からのシグナルの割合を増やすため、基板の

両面に製膜した。また、薄膜を粉砕しても薄膜特有の特

性を保持できることを確認できたため、粉砕し選択配向

性の影響を軽減させることで良質な二体分布関数が得ら

れた。その場観察 PDF の結果から薄膜の MgH2の不安

定化はおそらく Pd の保護膜や基板による拘束によって

生じていると考えられる。 

［領 域 名］エネルギー・環境   

［キーワード］水素貯蔵、放射光、中性子、構造解析 

 

［研 究 題 目］火山噴火の予測技術の開発「火山噴出物

分析による噴火事象分岐判断手法の開

発」 

［研究代表者］宮城 磯治（活断層・火山研究部門） 

［研究担当者］宮城 磯治、東宮 昭彦 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 噴火前のマグマの温度・圧力・含水量を明らかにする

ため、マグマの熱力学計算ソフトウエア（Gualda et al., 

2012）の制御スクリプトを改良し、分別結晶モード計

算と、マグマの粘性の評価指標 RAI 値（Genova et al., 

2017）の温度圧力変化の把握を可能にした。阿蘇

ACP1（ACP1；宮縁、2017）と、山形県大蔵村肘折の

噴出物を対象に応用した結果、肘折火山の斜長石の晶出

温度は鉄チタン鉱物から推定されていたよりも高かった

可能性が示された。ACP1の RAI 値は温度・圧力・含

水量によって複雑に変化し、8～9 kbar 850～950 ℃と、

0.4 kbar 775 ℃の二領域で粘性が上昇し、逆に常圧

1050 ℃～3 kbar700 ℃にかけた温度・圧力条件では粘

性が低下することが示された。 

 噴火前のマグマ過程やそのタイムスケールを明らかに

するため、有珠火山で最新の2000年デイサイト質軽石

について、既存分析データの整理と、EPMA と LA-

ICP-MS で化学分析を行った。LA-ICP-MS の分析結果

は SIMS とほぼ同様で、より簡便な分析法で十分なデ

ータが得られる見通しが得られた。分析の結果、1663

年噴火から最新の2000年噴火に向け斜長石中の苦鉄質

微量成分が増加したこと、マグマの含水量が減少（＝減

圧）したこと（Tomiya and Takahashi, 2005）、1663

年噴火直前のマグマ混合以降 Mg が拡散したことが観察

された。拡散モデル計算（Costa et al., 2003）の適用に

よって、マグマ過程のタイムスケールを推定できる可能

性が示された。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］有珠、阿蘇、肘折、マグマ、EPMA、 

LA-ICP-MS、温度、圧力、含水量、熱

力学 

 

［研 究 題 目］平成28年熊本地震を踏まえた総合的な活
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断層調査 

［研究代表者］岡村 行信（活断層・火山研究部門） 

［研究担当者］岡村 行信、阿部 信太郎、 

宮下 由香里、吾妻 崇、東郷 徹宏、

白濱 吉起、粟田 泰夫、丸山 正、 

大上 隆史、近藤 久雄、井村 隆介

（鹿児島大学）、堤 浩之（同志社大学）、

後藤 秀昭（広島大学）、 

熊原 康博（広島大学） 

（常勤職員10名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 平成28年度に作成した2016年地震断層分布図に、精

細 DEM、空撮画像等の解析、地表踏査などによって確

認した地表変状分布を重ね合わせて、さらに詳しい地震

時の地表変動分布を明らかにし、その結果が国土地理院

などから公表されている地殻変動データと調和的である

ことを確認した。また、日奈久断層帯の平均変位速度推

定のため、空中写真等を用いて変動地形を検討した。活

動履歴を解明するための調査は、阿蘇カルデラ内、布田

川断層宇土区間、日奈久断層帯の八代市内の3カ所で実

施した。その結果、阿蘇カルデラ内では過去約29000年

前以降少なくとも4回以上の活動があり、2016年以前で

は1500－1000年前に活動したことを明らかにした。宇

土区間では3万年〜1万年前に明瞭な地表変位が生じた

が、それ以降は大きな変位が生じていないことを明らか

にした。八代市では約7000年前以降に平野側が沈降し

た変動が生じたことを確認した。 

 海域では、平成28年度に八代海で取得した海底ボー

リング堆積物試料の CT イメージの取得や帯磁率測定の

解析を行うとともに、詳しい年代測定を実施することに

よって、2つのコアの対比精度を向上させ、最新活動時

期がおおよそ3000～5000年前である可能性を明らかに

した。さらに、反射断面の解析に基づき、ボーリング地

点が横ずれ断層のステップする場所に相当するため、沈

降量が大きいことも解明した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］2016 年熊本地震、活断層、日奈久断層、

布田川断層、トレンチ調査、海上音波

探査、八代海 

 

［研 究 題 目］車載用着座姿勢センサの開発に関する研

究 

［研究代表者］長瀬 智美（製造技術研究部門） 

［研究担当者］長瀬 智美、野中 一洋、山田 浩志 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

安全安心な社会をより高度に実現するため、自動車運

転者の居眠りや体調不良などを、高精度かつ非拘束型で

感知するドライバーモニタリングシステムが求められて

いる。本研究では、そのドライバーモニタリングのセン

サの一つである、着座姿勢センサを、酸化亜鉛（ZnO）

圧電シートを用いて開発することを目的とする。この

ZnO圧電シートは、車載用途で要求される120 ℃の高温

耐熱性、低コスト化に有利な塗布法により作製可能とい

う特長を有する。 

本年度、ZnO圧電シートの圧電応答の周波数特性を、

PVDF市販センサと比較して評価した。その結果、ZnO

圧電シートとPVDFセンサは、振幅および位相差の周波

数特性の観点では、同様の傾向を示すことを確認した。

この結果は、PVDFを用いた計測デバイスの基盤技術が、

ZnO圧電センサにも転用可能であることを示唆する。

ZnO圧電シートの試作において、製造企業への技術移転

や機械的強度確保の観点から、ポリイミド基材の膜厚が

10 m以上の基材を用いて検討した。感圧センサ面積は、

50×50 mm2の大きなセンサシートも作製した。 

本年度の成果として、所望の形状のZnO圧電センサシ

ートを試作し、ZnO圧電センサ用計測デバイスも完成し、

着座姿勢センサシステムの要素技術が完成した。次年度

より、本格的な実車評価を開始し、センサの応答特性や

デバイス構造の最適化を図る予定である。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］高耐熱性圧電シート、塗布法、酸化亜鉛、

フレキシブルセンサ、車載応用 

 

［研 究 題 目］「生体分子システムの機能制御による革

新的創薬基盤の構築」（サブ課題 C①機

能制御部位データベース）  

［研究代表者］広川 貴次（創薬分子プロファイリング

研究センター） 

［研究担当者］本野 千恵、伊藤 祐子 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 医薬品開発プロセスにおいて、計算技術の利活用が最

も期待されている工程は、「化合物ライブラリーから疾

患原因タンパク質に結合し制御する化合物を探索するス

クリーニング段階」と、「スクリーニングで特定した候

補化合物の活性向上と副作用回避を目指して化学構造を

変換するリード最適化段階」である。製薬現場では市販

のソフトなどを用いて候補化合物の探索や分子デザイン

がなされているが、予測精度の低さや評価できる化合物

数・標的タンパク数の限界などの問題から、実際の実験

に置き換わるほどの革新的技術に至っていない。 

 そこで本サブ課題では、他の2つのサブ課題（ポスト

京での MD の高 度化とアルゴリズム深化、次世代創

薬計算技術の開発）でポスト京に対してチューンナップ

された MD ソフトおよび創薬計算手法を、創薬計算フ

ロー（スクリーニングからリード最適化）にそって連結

した統合システムの開発を目指す。また、ポスト京のス

ケールメリットを最大に活かし、多数の創薬関連タンパ

ク質（副作用関連タンパク質を含む）やそれらの分子ネ
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ットワークと化合物ライブラリーとの膨大な組合せから

最適解を高速に計算し、ベストな医薬品候補化合物を自

動でデザインできる創薬計算基盤を構築し、製薬会社に

提供する。 

平成29年度は、以下の3つの課題が代表的な成果とな

った。①機能制御部位データベースの実装に向けて、

DrugBank ver.5.08より立体構造既知の創薬標的ターゲ

ット41834件について、ホモロジーモデリング法により、

野生型配列および欠損部位の修復と最適化計算を実施し、

更にリガンド結合部位（SiteFinder および PLBindex

法を適用）を同定し、rDock に必要な入力ファイルの

設置まで完了した。今後、本システムを用いて、具体的

な化合物を例に、標的タンパク質（又は副作用タンパク

質）の検証を行う予定である。②バーチャルスクリーニ

ングおよびドッキングの精度を向上させるためのアンサ

ンブル法の選定については、5種の有機溶媒をプローブ

とした Mixed Solvent 法が効果的であることを代表的

な創薬標的であるキナーゼ、GPCR、プロテアーゼにて

検証した。MD 後の RMSD プロット解析から、TIP3P

の時と比べても全体構造に大きな構造の不安定化は生じ

ていないことがわかる。また、ATP 結合部位周辺のポ

ケット空間の解析比較では、Mixed Solvent 法によって

得られたアンサンブルは、リガンド構造に適したポケッ

ト空間が形成されやすいことが示唆された。最後に、③

共同研究を通じた機能部位予測法の検証については、体

内時計に関するキナーゼ CKIδを対象に、温度補償性

に重要な部位を予測することに貢献した（東京大学医学

部上田研究室との共同研究。Mol Cell. 2017 Sep 

7;67(5):783-798にて誌上発表）。本件は、CKIδの機能

部位が未知であったことから、網羅的な機能部位の推定、

プローブ分子の ATA のドッキングおよびポストドッキ

ング処理による結合モデルの決定まで、創薬現場で最も

遭遇する解析事例といえる。ATA の結合予測部位の精

度は、細胞系の実験でも証明され、ATA の結合部位を

予測することにより温度補償性の鍵となる構造領域を同

定し、更に、結合部位周辺の変異体作成により温度補償

性を制御することに成功した。来年度以降も、共同研究

を通じて本手法の妥当性を検証していく予定である。 

 

【参考文献】 

1. Shinohara Y et al. Temperature-Sensitive 

Substrate and Product Binding Underlie 

Temperature-Compensated Phosphorylation in the 

Clock. Mol Cell. 2017 Sep 7;67(5):783-798 

 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］生体分システム制御、創薬基盤、標的タ

ンパク質、分子動力学計算、京コンピュ

ータ、ポスト京コンピュータ、インシリ

コ創薬 

［研 究 題 目］新型加熱機構の設計・製作、装置基礎特

性確認試験及び高融点酸化物加熱試験 

［研究代表者］渡辺 博道（物質計測標準研究部門） 

［研究担当者］渡辺 博道、室谷 健吾、山口 将太郎 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 パルス通電加熱法を利用した直接加熱熱量法を酸化物

融体の比熱・溶融エンタルピーの測定に適用するため、

タングステン製の試料容器を通電加熱して容器内の酸化

物試料を間接的に加熱溶融する装置の開発を行った。従

来のパルス通電加熱システムでは1回数秒程度に限定さ

れるパルス通電加熱を複数回繰り返す必要があり、実験

効率の低下や試料容器の破断が問題となった。そこで、

試料容器温度を予め1000 ℃以上に予備加熱するための

直流電源を導入すると共に高温に曝される電極部分の耐

熱性を向上させる改良を行った。また、試料温度の測定

精度向上に必要な試料容器表面へのカーボンナノチュー

ブ成長を実現するため、最適な成膜条件の探索を行った。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］酸化物融体、比熱、熱量法、カーボンナ

ノチューブ、高温、放射温度計測 

 

［研 究 題 目］活断層帯から生じる連動型地震の発生予

測に向けた活断層調査研究 

［研究代表者］近藤 久雄（活断層・火山研究部門） 

［研究担当者］近藤 久雄、今西 和俊、内出 崇彦、

竿本 英貴、加瀬 祐子、木村 治夫

（電力中央研究所） 

（常勤職員5名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 我が国の主要活断層帯で最も地震発生可能性が高い断

層帯の1つである糸魚川－静岡構造線断層帯の北部～中

南部区間を対象として、これまで未解明であった連動型

地震の発生確率の算出や連動条件の検討を目的とした調

査研究を3カ年の計画で行う。今年度は各研究項目間の

成果の共有や連携を図りつつ、次の4つの調査研究に着

手した。 

 1）変位履歴に基づく連動性評価のための地形地質調

査では、北部区間を構成する神城断層と松本盆地東縁断

層北部において変位履歴調査を実施し、当該断層区間を

含む連動型地震の発生確率をポアソン過程で試算した。 

 2）速度構造不均質を考慮した精密震源決定では、

2017年12月6日に長野県中部で発生した Mj5.3の地震を

対象に解析を実施し、松本盆地東縁断層北部と震源断層

との関係や応力場に関する新たな知見を得た。 

 3）三次元 FEM による断層モデルの高度化では、松

田式を新たに導入した断層変位評価手法を提案・実装し、

深さ方向に角度が変化する単純な断層面でシミュレーシ

ョンを開始した。その結果、深部の断層傾斜角が地表変

位分布に与える影響や、断層面間の静的な相互作用に関
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する知見を得た。 

 4）動的破壊シミュレーションによる連動性評価では、

断層帯で起こりえる連動型地震を数値計算から検討する

ため、本業務で実施するシミュレーションのプロトタイ

プとして、2014年長野県北部の地震における動力学的

震源モデルを構築した。その結果、強震波形インバージ

ョン結果と概ね調和する破壊伝播過程を再現でき、各断

層面の活動履歴と変位量を考慮したモデル設定と応力降

下量の条件によって、破壊過程の再現性がより高まる可

能性を示した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］活断層、古地震、糸魚川－静岡構造線断

層帯、連動型地震 

 

［研 究 題 目］原子力エレクトロニクス技術を活用した

耐放射線半導体イメージセンサの開発 

［研究代表者］田中 保宣（先進パワーエレクトロニク

ス研究センター） 

［研究担当者］田中 保宣（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、SiC を活用した原子力エレクトロニクス

技術を駆使し、耐放射線半導体イメージセンサを実現す

るための各種要素プロセス技術を開発するとともに、イ

メージセンサのプロトタイプを試作し、累積線量2 

MGy 以上の耐放射線性を達成することを最終目標とし

ている。平成29年度は、耐放射線半導体イメージセン

サを構成する要素デバイスである SiC-JFET 及び Si フ

ォトダイオードを試作し、その耐放射線性を評価した。

その結果、1 MGy を超える放射線照射後、何れの素子

においても安定した動作を確認し、高い耐放射線性を実

証した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］SiC（シリコンカーバイド）、イメージ 

センサ、耐放射線 

 

［研 究 題 目］多層マルチ時空間スケール社会・経済シ

ュミレーション技術の研究・開発 

［研究代表者］野田 五十樹（人工知能研究センター） 

［研究担当者］野田 五十樹、山下 倫央 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 異なるスケールの事象が密接に連携・相関している多

層な社会システム・社会現象をスーパーコンピュータに

より解明する技術を、ポスト京コンピュータを念頭に、

研究・開発する。特に経済および交通でのリスクの解明

と制御とを中心に進める。社会経済現象では、多様なサ

ブシステムが多層的に相互作用し合いつつ、時間的にも

空間的にも異なったスケールの事象が不可分となってい

る。例えば、一か所の災害が広域的な移動を生じさせ、

思わぬ場所での二次災害を引き起こす。こうした現象を

事象の因果を明確にしつつ予測し制御できるようになる

ためには、いわゆる「ビッグデータ」を分析して相関関

係を探すだけでは不可能である。現象の発展を記述する

動学的モデルが必要となり、モデルをシミュレートする

コンピュータが必要となる。本研究は、ポスト「京」に

向けて複数のサブシステムの相互作用モデルを構築し、

社会経済現象上の課題を予測し制御する技術を開発する

ことを目的とする。 

 本研究所ではこのなかで、交通・人流シミュレーショ

ンのサブ課題の中で、自動車や人の移動・避難を記述す

る地域振興・防災・減災のための交通・人流シミュレー

ションとして、自動車交通・災害避難シミュレーション

アプリケーションの構築を目指す。 

 本年度は、人流シミュレーションについて、大規模・

網羅的なシミュレーション実行を可能とするため、これ

まで開発してきた人流シミュレータ CrowdWalk の京へ

の移植と、連成シミュレーションに向けた CrowdWalk

の機能拡張を進めた。また、サブ課題の取りまとめを行

い、スケールのまたがるシミュレーションの連携や、交

通・人流と異種の現象の連成シミュレーションへの準備

を進めた。 

［領 域 名］情報・人間工学   

［キーワード］社会シミュレーション、マルチエージェ

ントシミュレーション、HPC 

 

［研 究 題 目］南海トラフ広域地震防災研究プロジェク

ト 

［研究代表者］金田 義行（海洋研究開発機構） 

［研究担当者］池原 研、板木 拓也、杉崎 彩子、 

宇佐見 和子、岩井 雅夫（地質情報研

究部門）、金松 敏也（海洋研究開発機

構）（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、南海トラフ沿いを中心に関東から琉球諸

島沖の海域において、海底堆積物に残された地震発生記

録から過去の巨大地震・津波の発生履歴を解明すること

を目標とする。本年度は、海洋研究開発機構の「みら

い」による調査航海を沖縄宮古島～西表島南方前弧海域

で実施し、海底地形、表層堆積構造と海底堆積物試料を

得た。これらの結果から石垣島南方前弧域では海底谷を

通じた石垣島側からの粗粒炭酸塩砕屑物の供給があるこ

とが確認されたが、堆積物の色調変化を基にするとター

ビダイトの挟在頻度は石垣島南西方海域よりも少ないこ

とが明らかとなった。石垣島南西方でのタービダイトの

挟在頻度は石垣島での津波堆積物の頻度とほぼ一致して

いる。また、琉球海溝底には海溝に続く海底谷を通じた

台湾側からの堆積物供給があることが粒子組成などの検

討から分かった。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］海底堆積物、タービダイト、地震、津波、
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八重山前弧域 

 

［研 究 題 目］次世代の産業を支える新機能デバイス・

高性能材料の創成（サブ課題 E 高信頼

性構造材料） 

［研究代表者］香山 正憲（電池技術研究部門） 

［研究担当者］香山 正憲、田中 真悟、石橋 章司、

徐 卓（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

金属系構造材料の微細組織（粒界・析出物・転位・添

加元素等）の構造・性質・機械的挙動を、原子・電子レ

ベルからメゾ・マクロまで連携して、高精度に再現・予

測・設計する理論・手法の開発を目指している。本年度

は「大規模第一原理計算の実行」として、鉄中の転位と

添加元素との相互作用、鉄粒界での添加元素の偏析挙動

の大規模第一原理計算を実行した。鉄中の転位と添加元

素との相互作用では、転位と置換型の遷移金属・典型原

子と格子間型の炭素・水素の三者の間の相互作用を様々

な配置で詳細に検討し、高精度データとして蓄積した。

鉄中の粒界と添加元素との相互作用では、一連の3d 遷

移金属の偏析エネルギーを求め、局所エネルギー分析か

ら偏析機構を検討した。遷移金属の周期表の位置に依存

して、偏析エネルギーや偏析機構が変化する様子が初め

て明らかになった。一方、こうした高精度データをメ

ゾ・マクロの計算に連結する方法として、粒界等の乱れ

た原子配置から粒界エネルギーを高精度に予測するため

の機械学習の応用を検討した。また、第一原理計算と

Phase Field 法の連結について、プロジェクトの他グル

ープとも連携して検討を進めた。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］大規模第一原理計算、次世代スパコン、

粒界、転位、添加元素、計算科学 

 

［研 究 題 目］ダイヤモンド MESFET 作製技術の確立

とダイヤモンド IC の要素技術開発 

［研究代表者］梅沢 仁（先進パワーエレクトロニクス

研究センター） 

［研究担当者］梅沢 仁、大曲 新矢、杢野 由明、 

茶谷原 昭義、坪内 信輝、渡邊 幸志 

（常勤職員5名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 過酷事故環境へ適用可能な基盤技術として革新的原子

炉システムの安全性・信頼性強化に資するため、耐熱・

耐放射線性（X 線、γ線、中性子線）にすぐれたダイヤ

モンド電界効果トランジスタおよび前置増幅器を開発す

ることを目標とした研究を分担している。 

 研究計画全体は、①バルク結晶、電気特性評価用基本

的電子デバイスに対する X 線、γ線、中性子照射によ

る放射線照射実験、②エリアモニターならびに CAMS

用γ線検出器の開発、③前置増幅器用金属－絶縁体－半

導体電界効果トランジスタ（MISFET）及び金属－半

導体電界効果トランジスタ（MESFET）の開発、④ダ

イヤモンド FET をもちいた前置増幅器の開発からなり、

当機関では③の MESFET および④の前置増幅器の開発

を主体的に遂行し、①の支援研究を実施している。 

 今年度は、CAMS 用ダイヤモンド FET 前置増幅器の

目標性能を達成可能なダイヤモンド MESFET の開発と

供給を行うため、トランジスタ作製用プロセス要素技術

開発を行った。特に素子の大電流・高利得化と低容量化

に向けて最適化設計を行い、エッチング、選択成長等の

プロセス条件を確立した。さらにモノリシック IC 化の

ために MIM キャパシタ、抵抗を形成し、高温および放

射線耐性等の評価を行った。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］ダイヤモンド、耐放射線、トランジスタ 

 

［研 究 題 目］火山噴火の予測技術の開発「噴火履歴調

査による火山噴火の中長期予測と噴火

推移調査に基づく噴火事象系統樹の作

成」 

［研究代表者］伊藤 順一（活断層・火山研究部門） 

［研究担当者］伊藤 順一、山元 孝広、星住 英夫、

石塚 吉浩、草野 有紀、及川 輝樹、

下司 信夫、古川 竜太 

（常勤職員8名） 

［研究内容 ］ 

 国内の活火山に対する噴火系統樹作成時に活用される

噴火履歴情報を得るために、1）恵山火山及び日光白根

火山でトレンチ調査、2）大規模噴火の活動推移に関す

るデータベースの整備を実施した。主な成果は以下の通

りである。 

 1）トレンチ調査に関して恵山火山では、恵山町中心

部にあたる南部の山麓の2カ所（長さ6 m×幅2 m×深度

5 m）で重機トレンチを実施し、11個の放射性炭素年代

測定値を得た。その結果、完新世初頭に新たな小規模噴

火堆積物を見いだした。その噴火年代は放射性炭素年代

測定の結果、約11.6－11.3千年前である。これは恵山火

山元村噴火堆積物（約8.6千年前）と濁川火山噴出物

（約15千年前）に挟まれることと層序的に調和する。

完新世の水蒸気爆発に起因する Es-3と Es-1噴火堆積物

は、Es-3が少なくとも5つに、Es-1が3つに細分される

ことが判明した。更に、恵山町中心部に、Es-3層準

（約2800-2900年前）の火砕物密度流堆積物が到達して

いることが確認された。 

 また、日光白根火山では、火山体山頂域の6カ所（長

さ1 m×幅1.5 m×深さ2 m）で人力トレンチを実施し、

9個の放射性炭素年代測定値を得た。その結果、鍵層で

ある榛名二ツ岳伊香保軽石（6世紀）の上位に、3枚の

噴火堆積物があることを再確認し、放射性炭素年代値か

らそれぞれ1649年、12世紀、7世紀の噴火に対比した。
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このうち従来不明確だった7世紀の噴火は、1649年噴火

よりも山頂域で噴出物の層厚が厚く粒径が大きいことか

ら、1649年噴火よりも噴火規模が大きかったと考えら

れる。 

 2）大規模噴火の活動推移に関するデータベースの整

備においては、海外における歴史噴火の事例として、9

火山、10噴火事例についての噴火時系列データの収集

を行った。具体的には、Krakatau 1883年噴火、

Tarawea 1886年噴火、Lassen Peak 1915年噴火、

Novarpta 1912 年 噴 火 、 Vesuvius 1944 年 噴 火 、

Pinatubo 1991年噴火、Chaiten 2007年噴火、Calbuco 

2015年噴火である。これらの事例を基に VEI＝5～6ク

ラスの爆発的噴火の推移のパターンおよび時間推移のバ

リエーションの種類分けを実施した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］文科省次世代火山人材プロジェクト、噴

火履歴、トレンチ調査、大規模噴火デ

ータベース 

 

［研 究 題 目］（1）円滑な応急・復旧対応を支援する災

害情報提供手法の開発（b）マイクロメ

ディアサービス開発 2）マイクロメディ

アサービスにおけるマッシュアップ・双

方向インタラクション技術の開発 

［研究代表者］野田 五十樹（人工知能研究センター） 

［研究担当者］野田 五十樹、小島 一浩、 

江渡 浩一郎（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 本サブプロジェクトは、阪神・淡路大震災、東日本大

震災をはじめとする過去の地震災害での経験・教訓をも

とに、高い災害回復力（リジリエンス）を持つ社会の実

現を研究の全体目的とする。具体的には、日本全国の防

災研究者の英知を集め、他のサブプロジェクトと協働し

つつ、防災担当者の災害対応能力と一般市民の防災リテ

ラシーの双方の向上のための災害情報提供手法とトレー

ニング手法について提案することを達成目標とする。構

築した災害情報提供サービス（マイクロメディアサービ

スと名付ける）と防災リテラシーハブ教育・訓練システ

ムについて、我が国の人口の2/3、資産の3/4が集中する

首都圏・中京圏・関西圏の3圏を中心とする実証実験に

よってその効果を検証する。 

 本年度は、マイクロメディアサービスの持続的システ

ム設計・実装にむけたコミュニティ構築・維持を目的と

して、IT-DART をはじめとする情報ボランティアの活

用普及に向け「減災ソフトウェア開発に関する一日会

議」を開催し、これまでの当会議の参加者やスピーカー

とともに、新たな情報共有と活動継続の土台作りを進め

た。また、一日会議や IT-DART およびこれまでのマイ

クロメディアサービスに関する取り組みについて、複数

の自治体の防災担当者に解説・講演をおこない、成果の

普及及びマイクロメディアサービスの実装に向けた継続

的な取り組みの実現を試みた。 

［領 域 名］情報・人間工学   

［キーワード］減災情報技術、情報ボランティア、災害

対策 

 

③環境省 
［研 究 題 目］住家内汚染の包括的研究及びこれによる

内部被ばく線量評価 

［研究代表者］篠原 直秀（安全科学研究部門） 

［研究担当者］篠原 直秀、内野 加奈子 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 福島県双葉町及び大熊町の主に帰還困難区域にある住

宅23軒において、住民の掃除を模した掃除機がけ、ハタ

キがけ、掃き掃除を行いながらハウスダストとエアロゾ

ルを粒径別に捕集し、放射性 Cs を測定した。ハウスダ

スト中の放射能は、より福島第一原子力発電所から遠い

住宅での調査を多く行ったこともあり、昨年度調査より

低かった。ただし、粒径が小さいほどダスト重量当たり

の放射性 Cs 濃度が高くなることや、ハウスダスト中の

放射性 Cs の20 %弱は水溶性であり、30 %強は1規定の

塩酸に溶解し、50 %強がそれらに溶けないことについ

ては、昨年度と同様の傾向を示した。フィルターにグリ

ースを塗布せずにサンプリングした場合、跳ね返りなど

によって正しい粒径分布が得られない可能性が示唆され

た。グリースを塗布したフィルターを用いて捕集した結

果、エアロゾルの粒径が大きいほど、室内空気中の放射

性 Cs は大きかった。はたき掛けと比べて、掃除機を使

用した場合の空気中の放射性 Cs は低く、ほとんどが検

出下限以下だった。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］ハウスダスト、エアロゾル、室内環境、

放射性セシウム、放射能、換気回数、溶

解性 

 

［研 究 題 目］平成29年度セルロースナノファイバー活

用製品の性能評価事業委託業務 

［研究代表者］田原 聖隆（安全科学研究部門） 

［研究担当者］田原 聖隆、塚原 建一郎、高 智紅、 

黒澤 宏美、藤井 千陽、蒲生 吉弘 

（常勤職員2名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

本研究は、セルロースナノファイバー（CNF）複合

材料を搭載した NCV（Nano Cellulose Vehicle）の普

及による、CO2削減効果の将来予想について検討するこ

とを目的としている。本年度は、自動車「軽量化」の目

標シナリオを作成し、CNF 複合材料の導入可能性につ

いて検討した。まず、次世代自動車などの普及シナリオ

を参考に、将来における GV, HEV, PHEV, EV, FCV の
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占める割合を設定した。乗用車保有台数の増減を考慮し

つつ、2050年の CO2排出量削減目標からバックキャス

ティングにより、車種別の CO2削減シナリオを作成し

た。なお、PHEV の CO2排出量は電気によるプラグイン

走行とガソリンによるハイブリット走行を半々とした。

次に、2020年、2030年の電源構成予測、自動車の燃費

改善目標に対する軽量化の貢献比率を車種ごとに設定す

ることにより、自動車の軽量化シナリオを作成した。

GV の軽量化目標（2020年：10 %、2030年：25 %）を

達成するために必要となる、車体・外装・内装・足周り

の鋼鉄材料及び樹脂の軽量化率から、CNF 複合材料へ

の置換を必要とする割合を試算した。また、シナリオ分

析結果に基づく、 IDEA（ Inventory Database for 

Environmental Analysis）マトリックスを用いた産業

影響評価を実施するために必要となるデータベースの整

備を実施した。 

［領 域 名］エネルギー・環境  

［キーワード］セルロースナノファイバー（CNF）、シ

ナリオ分析 

 

［研 究 題 目］水俣条約に基づく水銀削減政策として経

済手法の活用可能性と期待される効果に

関する調査・分析 

［研究代表者］村尾 智（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］村尾 智、中島 和夫（山形大学）、 

布施 正曉（広島大学） 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

零細及び小規模金採掘（ASGM）で使用される水銀

の量を削減するために必要な経済的インセンティブとし

てエシカルジュエリーに注目し、その適用可能性を調査

した。今年度はモンゴルとフィリピンにおける採掘・選

鉱・製錬の現場で関係者から聞き取り調査を行い、環境

についての意識や経済関連の情報を収集した。両国とも、

研究者があらかじめ訓練した調査員を現地に派遣し、協

力を申し出た地元の数百名に、現地語でインタビューを

行った。 

その結果、現地では水銀中毒と思われる症状が出てい

ることを確認した。関係者の多くは ASGM による環境

問題を認識しており、特に女性は環境保護に対する意識

が高く、水銀使用を中止する意向を持っているが、技術

が追いついていないことも判明した。 

経済面の調査では、金の生産、買い取り、加工、販売

のチェーンにおいて、最も大きな利益を得るのは中間業

者であることが定量的に明らかになった。 

 聞き取り調査に加えて、本研究では、モンゴルにおけ

る水銀のマテリアルフローを分析するとともに、昨年フ

ィリピンについて実施したマテリアルフロー分析をさら

に精緻化し、両国とも、水銀流通においては、ASGM

による影響が極めて大きいことを確認した。さらに、モ

デルを動学化、水銀削減のシナリオを数種類想定し、そ

れぞれが水銀削減にどの程度効果があるかを計算によっ

て示した。 

成果の一部は、国内の学会及び国際機関の総会で発表

するとともに、JICA および環境省主催の国際研修で活

用した。現在、さらに詳しい分析を進め、国際誌への投

稿を準備中である。 

なお、内外の文献多数を研究の参考としたが、そのう

ちハーバード大学が出した「Treasure of the Earth」

については逐語訳を行い、同大学および著者の了解を得

た上で、神田の書店から「人類の鉱物史」と題して出版

した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］ASGM、零細及び小規模採掘、金、 

水銀、アマルガム、水俣条約、エシカル

ジュエリー 

 

［研 究 題 目］リマニュファクチャリングを中心とした

持続可能な生産 

［研究代表者］松本 光崇（製造技術研究部門） 

［研究担当者］松本 光崇、増井 慶次郎、 

田原 聖隆（IDEA ラボ） 

（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 
 本事業はアジア地域における持続可能な消費・生産パ

ターン定着のための政策デザインと評価を目的として、

その中でリマニュファクチャリング（リマン）の位置付

け・ビジョン・推進のための施策の検討を行うものであ

る。二年目である本年度は、アジア新興国地域における

リマンの現状分析と課題抽出、成立要件分析を進め、ま

たアジア地域および日米における消費者のリマン製品に

対する受容性の分析および比較分析を実施し、またリマ

ン普及のシナリオ分析を行うためのリマン普及シミュレ

ータの構築を進めた。 

 アジア地域のリマンの現状把握のために、シンガポー

ル、マレーシア、インドネシアで現地視察・ヒアリング

を実施し、加えて調査外注により4カ国20企業（マレー

シア、フィリピン、インドネシア、シンガポール）のイ

ンタビュー調査を実施し、アジア地域のリマンの現状分

析と課題抽出、成立要件分析を行った。 

リマンの需要サイドの分析のために、昨年度に実施し

た4カ国（タイ、マレーシア、インドネシア、ベトナ

ム）の自動車パーツのリマン製品に対する消費者 Web

アンケート調査の分析を進め、リマンの製品知識、便益

認識、リスク認識、購買意思の関係、および品質認証制

度や生産国情報が購買意思に与える影響の定量分析を実

施した。  

またリマン普及シミュレータの構築を東京大学と共同

で進め、タイの複写機市場を対象とした定量モデルを構

築し、製品価格戦略や回収制度などの制度設計要員がリ
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マン普及に及ぼす影響のシミュレーション分析を実施し、

結果の検証を行った。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造、 

エネルギー・環境 

［キーワード］リマニュファクチャリング、持続可能な

消費と生産、国際資源循環、アジア、制

度設計 

 

［研 究 題 目］高感度分析技術に基づく空港周辺におけ

る超微小粒子状物質の動態解明   

［研究代表者］桜井 博（物質計測標準研究部門） 

［研究担当者］桜井 博、村島 淑子（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 H29年度の目標は、H30年2月に行われた空港での超

微小粒子の観測に先立ち、観測に用いられた計測器に対

して事前に試験・校正を行うことであった。前半に試

験・校正設備の整備を、後半には、整備した設備を用い

ての試験・校正を行った。対象とした計測器には、当初

予定していた凝縮粒子カウンター2点、電圧変化型電気

移動度式粒径分布測定器、揮発粒子除去用加熱管の他に、

成田空港での観測に用いた高速応答型数濃度粒径分布測

定器とエンジン排出ガス測定用粒子カウンターを追加し

た。試験・校正の項目は、凝縮粒子カウンターの検出効

率、粒径分布測定器の粒径および濃度測定精度、加熱管

とエンジン排出ガス測定用粒子カウンターの揮発性粒子

除去効率および不揮発性粒子透過効率であった。 

 試験・校正設備の整備では、粒子サイズ分級器・不揮

発性粒子発生器・揮発性粒子発生器の製作、制御プログ

ラムの作成、性能確認実験を行った。 

 試験・校正では、凝縮粒子カウンター2点のいずれも

仕様通りの検出効率を有することを確認した。エンジン

排出ガス測定用粒子カウンターに対する試験では、産総

研の試験設備及び試験手法の妥当性を検証するとともに、

エンジン排出ガス測定用粒子カウンターの揮発性粒子除

去率及び不揮発性粒子除去率がおおむねエンジン排ガス

規制での規定を満たすことを見出した。揮発性粒子除去

用加熱管に対して行った透過効率・除去効率の試験では、

加熱管がエンジン排出ガス規制の仕様に準拠しているこ

とを確認した。粒径分布測定器2点に対する粒径および

濃度測定精度に関する試験では、実大気を模擬した多分

散粒子に対する粒径分布の同時測定を行い、2つの試験

対象粒径分布測定器および産総研の参照粒径分布測定器

によって得られた粒径分布がおおむね一致することがわ

かった。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］環境計測、超微小粒子状物質、航空機排

出ガス 

 

［研 究 題 目］機器分析と溶出特性化試験を組合せた自

然・人為由来汚染土壌の判定法の開発

（サブテーマ：溶出特性化試験に基づく

自然由来汚染土からの元素の溶出挙動の

解明に関する研究） 

［研究代表者］保高 徹生（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］保高 徹生、井本 由香利 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、機器分析と溶出特性化試験を組み合わせた

自然・人為由来汚染土壌の判定法の開発研究の一環とし

て、溶出特性化試験に基づく自然由来汚染土からの元素

の溶出挙動の解明を目指すものである。 

 溶出特性化試験に基づく自然由来汚染土からの元素の

溶出挙動の解明を実施するため、前年度の実験に引き続

きカラム通水試験を実施し、各溶出液の各種共存イオン

濃度、全有機炭素量、pH、酸化還元電位についても同

時に分析を行い、各種イオン濃度等と重金属類の溶出特

性の関係性を評価し、汚染起源の判定方法を提示するた

めの基礎データを蓄積した。また、溶出メカニズムの把

握を目的として、カラム試験条件（通水速度、積算液固

比）を変えた場合の破過曲線から溶出機構の判別を検討

した。 

①カラム通水試験 

 自然由来重金属を含む人為・模擬汚染土壌、海成堆積

物、陸生堆積物を対象としてカラム通水試験を実施し、

各溶出液の重金属濃度、共存イオン濃度、全有機炭素量、

pH、酸化還元電位の測定を実施した。その結果、ヒ素

の溶出特性は、海成堆積物、陸生堆積物、人為汚染土壌

で異なるケースが確認された。これらの類型化された結

果は、特定の重金属に関して、カラム試験の破過曲線の

形状から自然由来／人為由来を把握できる可能性を示唆

した。 

②カラム試験の結果から溶出メカニズムの検討 

カラム試験条件下における土壌からの有害物質等の浸

出挙動に関わる溶出機構を既往の文献により整理し、試

験条件の異なるカラム試験の破過曲線の形状から溶出機

構を判別する可能性を検討するとともに、自然由来金属

を含む土壌を用いてカラム試験を実施した結果を用い、

得られた破過曲線から溶出機構の判別を試みた。カラム

試験の結果から、通水速度を変化させた試験結果を比較

することで、溶出プロセスの平衡・非平衡状態が明確に

なることを確認できた。この結果により、これらの溶出

挙動が固液間の分配の影響を受けている可能性が示され

た。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］カラム試験、自然由来重金属、土壌、判

定方法 

 

［研 究 題 目］土壌・地下水中のクロロエチレン等の分

解・吸脱着等挙動解析と汚染状況評価技

術の開発（サブテーマ：多次元シミュレ
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ーションに基づく土壌・地下水中の挙動

の予測解析に関する研究）    

［研究代表者］保高 徹生（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］保高 徹生（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、テトラクロロエチレン（PCE）、トリク

ロロエチレン（TCE）、ジクロロレチレン（DCE）、塩

化ビニルモノマー（VC）の分解経路を対象として、我

が国の一般的な地下水流動データ（帯水層厚、動水勾配、

透水係数など）を整理した上で、基本解析モデル条件を

決定し、PCE からエチレン以降（無害化）までの既往

分解・吸着データを用いた帯水層での分解を考慮した 3

次元シミュレーション（MODFLOW と MT3D を使

用）を実施した。そして、スプレッドシート形式の解析

解モデルの開発および妥当性評価、さらに分解速度を中

心としたパラメータスタディを実施した。 

 PCE の分解に関する半減期のパラメータスタディと

して、基準値（0.01 mg/L）の PCE が汚染源に常時に

存在した場合の、PCE 等の各半減期を10、100、300、

1,000、3,000日と変化させた625通りの計算を実施した。

TCE は全てのケースで基準値に対する比濃度が0.3以下、

DCE は全てのケースで基準値に対する比濃度が0.1以下

であった。一方、基準値が低い VC については、基準値

に対する比濃度は、TCE、DCE よりも高く、PCE、

TCE、DCE の半減期が10日、VC の半減期が3,000日の

1ケースでは基準値を超える判定となった。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］クロロエチレン、分解、物質移動シミュ

レーション、地下水 

 

［研 究 題 目］土壌・地下水中のクロロエチレン等の分

解・吸脱着等挙動解析と汚染状況評価

技術の開発（サブテーマ名：塩素化エ

チレン・エタン類の分解挙動に関する

研究） 

［研究代表者］張 銘（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］張 銘、吉川 美穂 

（常勤1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

新規法規制物質であるクロロエチレン（VC）及びそ

の親物質であるテトラクロロエチレン（PCE）やトリ

クロロエチレン（TCE）を含む汚染物質の室内分解実

験を実施し、分解経路や分解微生物、分解の阻害・促進

メカニズムを解明するとともに、文献調査と合わせて分

解速度に関する整理と取りまとめにも着手、推進した。 

その結果、幾つかの重要な知見が得られた。①PCE

を除けば、好気的酸化分解も浄化対策の一つのオプショ

ンとして利用できる。②クロロエチレン類の濃度が30 

mg/L 以下であれば、環境微生物を利活用したバイオレ

メディエーションを有効に利用することが可能である。

③塩素の数が少なければ少ないほど分解速度が遅くなり、

現場の分解速度は室内実験結果（栄養剤添加した加速分

解条件）より数十倍以上も遅いことがある。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］クロロエチレ、新規法規制物質、微生物

分解、分解経路、分解速度 

 

［研 究 題 目］1,4−ジオキサンの環境動態の把握に基づ

いた土壌調査法の開発に関する研究（複

合成分の相互作用と化学・生物特性） 

［研究代表者］川辺 能成（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］川辺 能成、坂本 靖英 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

1,4− ジ オ キ サ ン 分 解 菌 と し て 知 ら れ て い る

Pseudonocardia dioxanivorans（ATCC 55486）の土壌

への吸着量について検討した。その結果、豊浦砂や赤土

などの土壌が水溶液中に0.1～0.2 %存在する場合では、

微生物量の40～50 %程度が土壌へ吸着することが明ら

かになった。次に、ATCC55486に及ぼす各種イオンの

影響を検討した。ヒ素については10 mg/L 存在すると

大きく分解速度が低下することが確認されたが、何度か

繰り返し培養することにより順応し、分解速度の低下が

軽減されることが明らかになった。また、塩化物イオン

では0.3 %（0.05 M）以上、硫酸イオンおよび硝酸イオ

ンについても、それぞれ0.3 %（0.02 M）および0.2 %

（0.02M）以上となると阻害が認められた。これらの結

果より速度パラメータを取得したところ、これらのイオ

ンが存在する場合では比分解速度が小さくなった。 

得られた速度パラメータや土壌への吸着に関するパラ

メータを産総研で開発している地圏環境リスク評価シス

テム（GERAS）に実装し、実汚染現場の地形データや

降雨量等のデータを利用し、本モデルを用いて1,4−ジオ

キサンの移動特性を評価した。微生物の土壌への吸着を

考慮することにより、微生物が汚染現場の帯水層に留ま

ることから、1,4−ジオキサン濃度は吸着を考慮しない場

合よりも明瞭に減少し、移動範囲も小さくなった。また、

汚染発覚時における微生物の注入時期および注入期間を

変化させた場合では、注入時期が早いほど、汚染の広が

りが小さくなり、注入期間についてはそれほど効果が認

められなかった。したがって、微生物分解による浄化効

果を想定した場合には、汚染発覚から早い段階で微生物

を注入することが重要であるものと考えられた。 

［領 域 名］エネルギー・環境、地質調査総合センタ

ー 

［キーワード］1,4−ジオキサン、微生物、分解速度、重

金属類、有機塩素系化合物、移動特性 

 

［研 究 題 目］水銀を利用する環境とその周辺における

水銀ばく露測定システムの開発 
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［研究代表者］野田 和俊（環境管理研究部門） 

［研究担当者］野田 和俊、愛澤 秀信、古川 聡子 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 WHO の作業環境基準値である1 µg/m³の水銀濃度を

高感度測定可能な、100 g 以下のシステムを開発するこ

とを目的に実施した。 

 低濃度域、高濃度域での検知特性を求め、その応答特

性から水晶振動子表面での反応時間（検知時間）を明ら

かにした。測定（ばく露）時間、水銀濃度に関わらず、

最大周波数変化量がほぼ一定であることが示された。ま

た、その電極表面についても走査型電子顕微鏡による観

察を行い、比較検討してその相違が示された。 

 零細小規模金採掘現場（ASGM）およびその周辺施

設等での使用を考慮し実用的な検知システムとして、小

型、軽量で測定データを内蔵メモリに記録するロガータ

イプの機器を試作したシステム化を行った。このシステ

ムでの水銀に対する検量線を求め、水銀濃度変化に対す

る周波数変化量は正の相関関係が示された。また、この

検量線から WHO の作業環境基準である1 µg/m3（約

0.12 ppb 程度）の測定の可能性が示され、本システム

の有効性も分かった。また、従来のリード型素子のほか、

表面実装型素子（SMD）についても同様な実験を行っ

た結果、検知特性等同等以上であることが示された。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］水銀、水晶振動子、センサ、環境計測、

個人ばく露 

 

［研 究 題 目］二段低温ガス化法による CFRP からの

炭素繊維の回収 

［研究代表者］加茂 徹（環境管理研究部門） 

［研究担当者］加茂 徹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 プレプリグを窒素および酸素濃度5 %、10 %、20 %

の雰囲気ガス中、400 ℃～600 ℃で加熱処理した場合、

窒素雰囲気下400 ℃では回収された炭素繊維表面に多

くの残渣が残っているため、炭素繊維とエポキシ間の親

和性が低く引張強度が小さく観測された。酸素濃度が高

くなるに従って引張強度は増加し、酸素濃度10 %以上

ではほぼ一定であることから酸素濃度10 %以上では炭

素繊維表面の残渣はほぼ完全に除去された。酸素濃度が

10 %以上では、炭素繊維の引張強度は処理温度が高く

なるに従って低下し、回収された炭素繊維が雰囲気中の

酸素によって酸化され劣化した。これに対し窒素雰囲気

および酸素濃度5 %では、回収された炭素繊維の引張強

度は処理温度500 ℃で極大となった。これは、処理温

度が低い場合には炭素繊維表面の残渣のため、処理温度

が高い場合には回収した炭素繊維自身の劣化のためと考

えられる。炭素繊維単体の場合、窒素雰囲気下では処理

温度が600 ℃以上でも引張強度の劣化は観測されなか

ったが、プレプリグの処理ではエポキシ樹脂の分解時に

発生するラジカルが炭素繊維強度の劣化に関与している

ことが示唆された。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］炭素繊維、CFRP、リサイクル 

 

［研 究 題 目］平成29年度放射線安全規制研究戦略的推

進事業費（眼の水晶体等価線量評価に用

いる線量計の試験校正手法の開発） 

［研究代表者］加藤 昌弘（分析計測標準研究部門） 

［研究担当者］加藤 昌弘、黒澤 忠弘、山口 英俊 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

水晶体等価線量の職業被ばく限度値は2011年に国際

放射線防護委員会（ICRP）により引下げの声明があり、

国内規制に取り入れるための検討が行われている。信頼

性の高い水晶体等価線量の管理を行うには国内における

線量計の試験・校正システムの確立が欠かせない。本事

業の目的は平成29年度から平成30年度までの2年間にお

いて、水晶体等価線量評価に用いる線量計の試験・校正

手法を開発することである。具体的には①線標準場の

エネルギーの拡大と、②X 線・線標準場の水晶体等価

線量評価に関わる実用量の導出によって線量計を試験・

校正できる環境を整備し、③水晶体等価線量評価に用い

る線量計の試験・校正の実証実験を行う。 

平成29年度は、線標準場のエネルギーの拡大として

は、既存設備による研究手法の検証を行うとともに、平

成30年度に導入する線源の検討を行った。この成果に

より平成30年度の拡大エネルギー線場の設定が堅実に

遂行できると考えられる。水晶体等価線量評価に関わる

実用量の導出のテーマでは、ISO4037、IEC61267、

JIS Z 4511で規定されている X 線標準場における空気

カーマを3 mm 線量当量に換算する係数を求めた。対象

とするファントムは ICRU 球、ICRU スラブ、円柱フ

ァントムである。これにより水晶体等価線量評価にかか

わる線量計の試験や校正を実施することが可能となった。

平成30年度は線に関して実用量を導出する。線量計の

試験・校正の実証実験としては対象とする線量計を選定

し、一部の線量計には照射試験を行った。平成30年度

に実際に試験・校正を行うことで、開発した標準場及び

試験校正システムの評価が可能となり、標準場設定法や

校正手法の改善につながることが期待できる。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］放射線防護、水晶体等価線量、空気カー

マ、組織吸収線量、線量当量、X 線、

線 

 

［研 究 題 目］平成29年度放射線安全規制研究戦略的推

進事業費環境モニタリング線量計の現地

校正に関する研究 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(451) 

［研究代表者］黒澤 忠弘（分析計測標準研究部門） 

［研究担当者］黒澤 忠弘、加藤 昌弘、山口 英俊 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 国内の主要地域、またイギリス・ドイツでの環境モニ

タリングの状況について調査を行った。国内では、線量

計の検出器は3種類（電離箱式、シンチレーション式、

半導体式）で統一されていた。設置方法も、局舎屋根か

地上に固定する2パターンであった。ただ半導体検出器

の設置については、ソーラーパネルや雪よけの屋根など

周辺機器の配置が様々であることが確認できた。管理状

況については、少なくとも年に1回は線源を用いた確認

校正や調整が行われていた。またプロジェクトオフィサ

との議論の中で、値付けされた線源を用いた校正の有用

性についても認識し、次年度の検討項目とした。 

 イギリス・ドイツでは、環境モニタリングで重要視さ

れていたのが、放射線利用施設の周辺住民の追加被ばく

線量測定であった。追加被ばく線量として年1 mSv を

担保するため、主に積算型線量計を敷地境界周辺に配置

し、3か月～半年に一度線量の読出しを行い1年間の線

量を実測しているとのことであった。また補足的に線量

率の計測のために、GM 管式の線量計も用いているとの

ことであった。この GM 管は、容量が大小のペアのも

のを用いているようで、低線量率から比較的高線量率ま

で対応できるように設計されていた。積算型線量計の測

定サービスや GM 管式線量計については、測定サービ

スの認定や線量計のトレーサビリティが確保されている

とのことであった。ただ、施設境界ではなく、主要地域

に配置されている環境モニタリング線量計については、

訪問先の研究所等での校正実績を確認することができな

かった。 

 コリメータを有する現地校正用の照射装置を設計・製

作した。この照射装置に Co-60、Cs-137、Ba-133、Co-

57線源をセットして、線源から100 cm、50 cm、30 cm

位置での周辺線量当量率の設定を大型の10L 電離箱で行

った。環境モニタリング用の半導体検出器がまだ入手で

きていないため、模擬的にシンチレーション式サーベイ

メータに対して、産総研で所有する従来の照射装置、ま

た今回開発した現地校正用照射装置の双方で Cs-137線

源に対する校正を行い、2 %以内で一致していることが

確認できた。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］環境モニタリング線量計、現地校正 

 

［研 究 題 目］平成29年度原子力発電施設等安全技術

対策委託費（自然事象等の評価手法に

関する調査）事業 

［研究代表者］伊藤 順一（活断層・火山研究部門） 

［研究担当者］伊藤 順一、伊藤 一誠、塚本 斉、 

森川 徳敏、風早 康平、大坪 誠、 

朝比奈 大輔、伊藤 一充、高橋 正

明、佐藤 努、清水 徹、高橋 浩、 

東郷 洋子、冨島 康夫、竹田 幹郎、

宮越 昭暢、戸崎 裕貴、佐藤 稔、 

宮川 歩夢（地質情報研究部門）、 

田村 亨（地質情報研究部門） 

（常勤職員19名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究は、廃棄物埋設にかかる立地及び安全評価に関

する安全規制の支援に必要となる隆起・侵食活動、断層

活動、地下水流動等の自然事象等の将来予測に関する調

査・評価手法について検討を行い、科学的知見の収集・

整備を行うことを目的として実施されたものである。 

1）隆起速度及び侵食速度に関する評価手法の検討 

堆積相解析と光ルミネッセンス（OSL）年代測定手

法を組み合わせた隆起速度評価手法の検討においては、

山口県宇部市周辺に分布する花崗岩地域における OSL

年代測定手法の適用性について検討し、同手法が花崗岩

地域のカリ長石にも適用可能であることを示した。過年

度に実施した青森県上北平野や石川県能登半島などのデ

ータと比較すると、カリ長石の最大蓄積線量は後背地が

異なっていてもそれほど変化しないが、測定限界に対応

する年代値については堆積物中の放射性元素含有量（年

間線量）に依存し、花崗岩地域の宇部地域では35万年

程度であるのに対し、上北平野では100万年程度とより

長期間の評価が可能であることが明らかになった。また、

MIS11より古い段丘堆積物を対象に OSL 年代測定の精

度・確度に関する検討を行い、より古い試料については

測定 disc 数を従来の2倍程度増加させる必要があること

を示した。 

時間スケールの異なる複数手法を使った隆起速度評価

手法や侵食速度評価手法について文献レビューに基づく

適用性・適用限界及び適用可能条件について検討した。 

2）力学的指標による断層活動性評価手法の検討 

九州地方の正断層型断層が卓越した地域を対象に力学

的指標による断層活動性評価を行い、断層活動履歴との

整合性について検証を行ったところ、逆断層型が卓越す

る東北日本、横ずれ断層型が卓越する西南日本（九州地

方を除く）と同様に、力学的指標による断層活動性評価

手法が適用可能であることが明らかになった。また、力

学的指標による断層活動性評価手法を適用する個々の断

層に関して、地表付近での走向・傾斜の情報に加えて地

震発生域（深さ約10～20 km 程度）までの断層の形

状・姿勢情報を把握する手法や、地下深部で断層の傾斜

が低角化することを仮定した数値シミュレーションが必

要であることを示した。 

沿岸陸域・海域を対象とした力学的指標による断層活

動性評価手法の適用性を検討するため、沿岸陸域・海域

の大局的な応力場・テクトニックセッティングの傾向・

特徴を把握する観点から、東北日本弧と西南日本弧の海
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溝から陸域にかけての前弧ウェッジスケールを対象とし

た検討を行った。 

3）低透水性環境下での地下水流動評価手法の検討 

海水準変動に伴う地下水流動系の変化を検討するため、

亀裂性花崗岩地域として広島県東部から岡山県沿岸域

（瀬戸内海沿岸中部）、多孔質媒体分布地域（堆積岩地

域）として青森県東部（上北平野）における浅層・深層

地下水系の海水および淡水起源地下水の侵入年代を決定

した。亀裂性花崗岩分布地域の沿岸部においては縄文海

進期以降の若い塩水が広く分布し、最終氷期に淡水地下

水が深層へ侵入したことが明らかとなった。しかし、瀬

戸内海沿岸中部には、縄文海進以前と考えられるやや古

い地下水も存在し、地下水流動が最終氷期における周辺

の地形に依存している可能性を指摘した。また、青森県

東部（上北平野）においては、地質構造に規制された地

下水流動が示唆されるものの、亀裂性花崗岩地域とは異

なり、内陸部には地層堆積時にも及ぶような古い海水が

停滞していることが明らかになった。 

我が国の深層地下水に関する新規データの収集・分析

を行い、分析データの品質管理を行った上で深層地下水

データベースに登録した。沿岸域地下水の Cl 濃度の分

布と表層地質の関係を検討したところ、Cl 濃度の高い

地下水は海岸線より1 km 以内に集中するが、比較的内

陸に存在する Cl 濃度の高い地下水は、明らかに新第三

紀以降の堆積岩に集中していることがわかった。 

瀬戸内海沿岸部及び上北平野で観察されるような海水

準変動による塩水と淡水の流動系変化の解析のために、

海水準変動を模擬した数値解析を実施した。その結果と

して、堆積岩地域のような鉛直方向と水平方向の透水係

数の異方性が存在する場合には、海進時における鉛直方

向の塩水侵入が生じないこと、深度方向に透水係数が減

少するケースにおいては、海進時の鉛直方向の塩水侵入

が顕著に見られることが示された。 

 長期的な地下水流動及び物質移行の要因として、堆積

岩地域における地下水中の塩分濃度分布と化学浸透圧の

発生による間隙水圧分布の異常に関する実験的検討を行

い、過去の最大埋没深度に相当する応力載荷を行うこと

で、浸透圧パラメータの応力（深度）依存性を評価でき

ること、そこから評価したパラメータを用いることで、

原位置における異常間隙水圧の発生及びその長期的持続

性を評価可能であることが明らかになった。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］放射性廃棄物、埋設処分、安全規制、隆

起・侵食活動、断層の活動性、地下水

流動、地下水年代、海水準変動、深層

地下水データベース、深部地下環境 

 

［研 究 題 目］平成29年度原子力施設等防災対策等委

託費火山影響評価に係る技術知見の整

備 

［研究代表者］山元 孝広（活断層・火山研究部門） 

［研究担当者］山元 孝広、下司 信夫、石塚 吉浩、

田中 明子、石塚 治、古川 竜太、 

宮城 磯治、斎藤 元治、松島 喜雄、

東宮 昭彦、星住 英夫、山崎 誠子、

宝田 晋治、山崎 雅、風早 康平、 

森川 徳敏、高橋 正明、工藤 崇（地

質情報研究部門）、高倉 伸一（地圏資

源環境研究部門）、中川 光弘（北海道

大学）、宮縁 育夫（熊本大学）、 

井口 正人（京都大学）、巽 好幸（神

戸大学）、島 伸和（神戸大学） 

上嶋 誠（東京大学） 

（常勤職員19名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

本業務は、火山の特性、地下構造、地球物理学的及び

地球化学的調査手法等の最新の知見に基づく火山活動に

起因する事象調査から、原子力施設に影響を与える火山

活動の可能性をより定量的に評価するための評価基準・

指標、火山活動のモニタリング評価基準・指標に関する

知見を整備することを目的としている。その達成のため、

以下の 3 項目の調査研究を実施した。 

1）火山活動評価のための調査研究 

 将来の火山活動の可能性評価のためには、過去に大規

模噴火を起こした火山や主要な活火山の活動履歴情報を

整備し、性評価基準・指標を策定する必要がある。今年

度も巨大噴火の事例調査として、支笏カルデラ・十和田

カルデラ・大山火山・阿蘇カルデラを対象とした調査研

究を実施した。また、過去1千年間に3回のカルデラ形

成噴火を起こしたインドネシアでの事例調査については、

これまでの成果を総括した。 

2）噴火規模及び影響範囲推定のための調査研究 

 短時間のうちに膨大な量のマグマを噴出し大規模火砕

流となるカルデラ形成噴火に関する岩石学的知見を整備

することは、大規模噴火のマグマ溜まりの物理化学条件

や、噴火準備理解のために不可欠である。今年度も、支

笏・阿蘇・姶良・鬼界カルデラ形成噴出物を対象とした

検討を実施し、それぞれからマグマ溜まりの深さを拘束

する分析結果を得た。 

3）火山モニタリング評価のための調査研究 

 大規模なカルデラ形成噴火のマグマ噴出量は数十〜数

百 km3程度であり、同様な規模の噴火が起こるために

は、噴火準備過程でこれと同等以上の規模のマグマ溜ま

りが地下に形成されるものと考えられる。このような大

規模噴火を想定した火山活動モニタリングに求められる

マグマの蓄積に伴う広域地殻変動を評価するためのシミ

ュレーション技術開発と、実際のカルデラにおけるマグ

マだまりの位置確認のための地下構造調査を実施した。

具体的には昨年度に引き続き阿蘇カルデラでの MT 法

による電磁探査と姶良カルデラでの地震波トモグラフィ
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ー・レシーバー関数による地下構造境界の検出を実施し

ている。また、海底カルデラである鬼界カルデラを対象

に、海底下に存在する可能性があるマグマ起源の低抵抗

体の検出が可能かどうかを検討するために、海底電位磁

力計設置位置決定のための海底地形データの取得と、観

測機器の海底への設置を実施した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］火山活動履歴、大規模噴火、カルデラ、

シミュレーション 

 

④その他省庁 
［研 究 題 目］H29年度繁殖性の改善による家畜生涯生

産性向上技術の開発 

［研究代表者］山下 健一（製造技術研究部門）  

［研究担当者］山下 健一、石地 友香、松浦 和真 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］  

 繁殖検診に関連する知見を情報処理技術により整理し、

繁殖機能回復の程度の判断を支援する技術の開発を行う

ことで、全体平均として分娩後の早期回復を成し遂げる

という課題に取り組み、家畜の生涯生産性向上を実証す

ることが、本プロジェクトの最終目的である。このプロ

ジェクトでは、情報処理技術により顕在化していない牛

の状況を予測する技術の開発を行うという進め方を採っ

ており、外貌と基本情報からプログラム授精（乳用牛）

や早期化処置（肉用牛）の適用の可否の推定や、黄体の

機能性に着目して分娩後回復状況を把握することについ

て検討した。特に平成29年度は、情報処理技術により、

顕在化していない牛の状況を予測し、対応をとることに

より分娩間隔の短縮を図ることを目指した。繁殖検診の

結果をデータベース化し、統計的手法、ならびに社会実

装時の現場負担などを考慮し、影響の大きい項目を整理

した。ベイジアンネットワークという技法により、外貌

と基本情報から、プログラム授精や早期化処置の適用可

能性を推定する数理モデルを構築し、推定精度80 %程

度を達成した。卵巣の黄体の機能ステージに着目した繁

殖機能早期診断法を確立するとともに、ディープラーニ

ングにより自動的に判断する技術を構築し、推定精度

80 %超を達成した 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］繁殖、畜産、獣医学、機械学習、人工知

能 

 

［研 究 題 目］平成29年度鉱物資源開発の推進のための

探査等事業（資源開発可能性調査） 

［研究代表者］高木 哲一（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］高木 哲一、大野 哲二、児玉 信介、

実松 健造、星野 美保子、昆 慶明、 

荒岡 大輔、綱澤 有輝、森本 慎一郎、

横山 隆臣、向井 広樹、徐 維那、 

月村 勝宏、Buenaveturada C. 

Segwaben、宮腰 久美子、徳本 明子 

（常勤職員9名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

 本事業は、平成29年度特別会計により、資源エネル

ギー庁から受託したものである。本事業は、1）北米に

おけるレアメタル鉱床の資源開発可能性調査、2）南ア

フリカ共和国ブッシュフェルト地域におけるレアメタル

鉱床の資源開発可能性調査、3）南米におけるレアメタ

ル等資源開発可能性調査、4）東南アジア地域における

レアメタル等資源開発可能性調査の4項目である。 

 1）では、米国地質調査所（USGS）との共同研究と

して、ミズーリ州 Pea Ridge 鉱床、Iron Mountain 鉱

床産鉱石の安定同位体比の測定を実施し、USGS デン

バー支所にて情報交換を行った。また、米国地質学会

（シアトル）に参加し、最新の研究動向を調査した。ま

た、カナダ・ブリティッシュコロンビア州地質調査所と

の共同研究として、同州東部 Rock Canyon Creek 岩体

から採取した試料の鉱物・地球化学的解析を実施した。

得られたデータは現在解析中である。2）は南アフリカ

地球科学審議会（CGS）と共同で、ブッシュフェルト

花崗岩体西部のボラカラロ国立公園周辺の現地調査を実

施し、粘土化変質帯1ヵ所を発見した。そこで、採取し

た試料の地球化学的解析を実施したが、レアアース等鉱

徴地の確認には至らなかった。3）はアルゼンチン地質

調査所（SEGEMAR）と共同で、同国カタマルカ州を

中心としたレアメタル・ベースメタル鉱床の現地調査を

実施し、同国鉱物資源に関する基礎資料とした。また、

現地にて平成30年度以降の研究計画等を協議した。4）

では、ミャンマー地質調査所（DGSE）と共同で、同国

ザガイン地方域、チン州、マグウェ地方域に分布するレ

アメタル鉱床および非金属鉱床の現地調査を実施した。

また、採取した試料の鉱物・地球化学的解析を実施し、

同国鉱物資源に関する基礎資料とした。 

 これらの調査研究を進めるために、レアメタル分析・

選鉱実験手法の改良・高度化を進めた。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］レアメタル、ベースメタル、地質調査、

米国、カナダ、南アフリカ、アルゼン

チン、ミャンマー 

 

［研 究 題 目］平成28年度地層処分技術調査等事業（地

層処分共通技術調査：沿岸部処分システ

ム高度化開発） 

［研究代表者］丸井 敦尚（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］丸井 敦尚、町田 功、小野 昌彦、 

井川 怜欧（常勤職員4名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

我が国では、これまでの原子力エネルギー利用に伴い

放射性廃棄物が多量に発生しており、この処理処分対策
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を着実に進める必要がある。高レベル放射性廃棄物等の

地層処分については、「原子力政策大綱」等に沿って、

国や研究開発機関等がそれぞれの役割分担を踏まえつつ、

密接な連携の下で基盤研究開発を着実に進めていくこと

としている。平成27年5月22日に閣議決定された「特定

放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針」では、国が

科学的有望地を提示し、処分地選定調査への協力を自治

体に申し入れるよう改定され、平成29年3月に総合資源

エネルギー調査会地層処分技術ワーキンググループにて

地層処分地の具体的要件・基準について検討が進められ

た。この中で、詳細な現地調査を行った場合に安全な地

層処分が成立すると確認できる可能性が相対的に高い地

域は「好ましい特性が確認できる可能性が相対的に高い

地域」とされ、さらに、この中から海岸からの距離が短

い地域（沿岸海底下や島嶼（とうしょ）部を含む）を

「輸送面でも好ましい地域」と整理されており、さらに、

沿岸部における特性と留意事項が示され、今後も技術の

高度化やデータ等の拡充に取り組むことが重要であると

の指摘がなされた。 

本委託事業である、沿岸部処分システム高度化開発は、

産業技術総合研究所に加え、日本原子力研究開発機構、

電力中央研究所、原子力環境整備・資金管理センターと

の共同受託研究である。沿岸部における地層処分技術の

信頼性及び安全性の向上を目的に、沿岸部を対象とした

技術課題の整理を行うとともに、概要調査段階等で必要

な技術開発を地質環境の調査技術・工学技術・安全評価

技術に区分した上で取り組む。この枠組みにより、各分

野の技術開発が事業全体の進捗を確認しながら進められ

るようになることから、地層処分研究全体の中の各分野

の位置付けがより明確になり、全体の流れを意識した研

究開発を行うことができる。具体的な事業内容は、 

（1）沿岸海底下等における地層処分の技術的課題に関

する検討 

（2）沿岸部における地質環境の調査技術の高度化開発 

（3）沿岸部における工学技術の高度化開発 

（4）沿岸部における安全評価技術の高度化開発 

の4項目からなる。（1）では、平成27年度に組織した、

関連する専門性を有した学識者と、原子力発電環境整備

機構及び関連研究開発機関等から構成される研究会を開

催し、研究の運営や取りまとめに関する議論を実施した。 

（2）沿岸部における地質環境の調査技術の高度化開発

には、①沿岸部の地下水長期安定性評価技術の検討、②

沿岸部における地質環境の調査・解析・評価技術の検討、

③沿岸部の地質環境の情報整備が含まれており、産業技

術総合研究所は、これらの課題に対して、日本原子力研

究開発機構ならびに電力中央研究所と共同して研究を進

めた。 

 ①沿岸部の地下水長期安定性評価技術の検討では、日

本列島の沿岸部の深層地下水の性状（水質、地下水年代

など）を調査する。この目的のために、既存の観測井か

らダブルパッカーを用いた揚水あるいは温泉井からの地

下水の採取を行い、適用例の少ない放射性同位体や希ガ

スを含む年代トレーサーの分析を行う。そして得られた

地下水年代値と、調査地点の地形、地質、地理学的特性

などを比較する。これらの調査は県、市町村、井戸所有

者への丁寧な説明後に行われるものであり、平成28年

度は4地域約30地点の調査を実施した。 

 ②沿岸部における地質環境の調査・解析・評価技術の

検討では、非ダルシー領域、すなわち動水勾配が小さい

ときに地下水の流速が著しく低減する領域の範囲を示し、

その評価方法を提示することを目的としている。加えて、

従来未解明な部分の多かった、深層（海面下200 m 以

上）での海底湧出地下水の実態把握などを行う。平成

28年度は、選定された地域において地下水流動概念モ

デルを構築し、定められた深度での地下水年代を求めて

ダルシー則に基づく流動解析結果との比較を行った。ま

た、海底湧出地下水調査については遠隔操作型無人潜水

艇の予備試験等を行った。 

 ③沿岸部の地質環境の情報整備では、沿岸部の自然現

象及び地下水長期安定性に係る検討を行うためのデータ

提供を目的として、沿岸部の地球科学に係る文献を収録

したデータベースを構築するとともに、統計学に基づく

整理を行う。さらに構築したデータベースを用い、文献

数の地域的な違い、調査手法の適用数などの考察を加え、

沿岸部研究全体の研究進捗状況を明らかにする予定であ

る。平成28年度の収録文献数は約80万件である。 

（3）、（4）については、日本原子力研究開発機構お

よび原子力環境整備・資金管理センターが中心となり、

精力的に課題の推進を図った。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］沿岸域、地層処分、地質環境、深部地下

水、長期安定性、調査技術 

（注）当該課題は平成29年6月30日まで実施。 

 

［研 究 題 目］平成29年度高レベル放射性廃棄物等の

地層処分に関する技術開発事業（地層処

分共通技術調査：沿岸部処分システム高

度化開発） 

［研究代表者］丸井 敦尚（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］丸井 敦尚、町田 功、井川 怜欧、 

小野 昌彦、松本親樹 

（常勤職員5名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

我が国では、これまでの原子力エネルギー利用に伴い

放射性廃棄物が多量に発生しており、この処理処分対策

を着実に進める必要がある。高レベル放射性廃棄物等の

地層処分については、「原子力政策大綱」等に沿って、

国や研究開発機関等がそれぞれの役割分担を踏まえつつ、

密接な連携の下で基盤研究開発を着実に進めていくこと

としている。平成27年5月22日に閣議決定された「特定
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放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針」では、国が

科学的有望地を提示し、処分地選定調査への協力を自治

体に申し入れるよう改定され、平成29年3月に総合資源

エネルギー調査会地層処分技術ワーキンググループにて

地層処分地の具体的要件・基準について検討が進められ

た。この中で、詳細な現地調査を行った場合に安全な地

層処分が成立すると確認できる可能性が相対的に高い地

域は「好ましい特性が確認できる可能性が相対的に高い

地域」とされ、さらに、この中から海岸からの距離が短

い地域（沿岸海底下や島嶼部を含む）を「輸送面でも好

ましい地域」と整理されている。そして、これをまとめ

た日本列島の科学的特性マップが平成29年7月28日に資

源エネルギー庁から提示された。並行して議論された、

沿岸海底下等における地層処分の技術的課題に関する研

究会においても、沿岸部における特性と留意事項が示さ

れ、今後も技術の高度化やデータ等の拡充に取り組むこ

とが重要であるとの指摘がなされた。 

本委託事業である、沿岸部処分システム高度化開発は、

産業技術総合研究所に加え、日本原子力研究開発機構、

電力中央研究所、原子力環境整備・資金管理センターと

の共同受託研究である。沿岸部における地層処分技術の

信頼性及び安全性の向上を目的に、沿岸部を対象とした

技術課題の整理を行うとともに、概要調査段階等で必要

な技術開発を地質環境の調査技術・工学技術・安全評価

技術に区分した上で取り組む。この枠組みにより、各分

野の技術開発が事業全体の進捗を確認しながら進められ

るようになることから、地層処分研究全体の中の各分野

の位置付けがより明確になり、全体の流れを意識した研

究開発を行うことができる。具体的な事業内容は、 

（1）沿岸海底下等における地層処分の技術的課題に関

する検討 

（2）沿岸部における地質環境の調査技術の高度化開発 

（3）沿岸部における工学技術の高度化開発 

（4）沿岸部における安全評価技術の高度化開発 

の4項目からなる。（1）では、平成27年度に組織した、

関連する専門性を有した学識者と、原子力発電環境整備

機構及び関連研究開発機関等から構成される研究会を開

催し、研究の運営や取りまとめに関する議論を実施した。 

（2）沿岸部における地質環境の調査技術の高度化開発

には、①沿岸部の地下水長期安定性評価技術の検討、②

沿岸部における地質環境の調査・解析・評価技術の検討、

③沿岸部の地質環境の情報整備が含まれており、産業技

術総合研究所は、これらの課題に対して、日本原子力研

究開発機構ならびに電力中央研究所と共同して研究を進

めた。 

 ①沿岸部の地下水長期安定性評価技術の検討では、日

本列島の沿岸部の深層地下水の性状（水質、地下水年代

など）を調査する。この目的のために、既存の深層地下

水観測井からの揚水あるいは温泉井からの地下水の採取

を行い、複数の放射性同位体や希ガスを含む年代トレー

サーの分析を実施し、地下水年代を求めた。そして得ら

れた地下水年代値と、調査地点の地形、地質、地理学的

特性などを比較し、システマティック解析と称する深部

地下水の促成把握を実施した。平成29年度には全国60

地点以上での調査を実施した。 

 ②沿岸部における地質環境の調査・解析・評価技術の

検討では、先に採取・分析したポイント（地点と深度）

における地下水の滞留時間を推定する解析を実施してい

る。その結果、多くの地点で解析値よりも実際の測定値

の方が滞留時間が大きく、地下水の安定性が確認できる

ことが判明した。また、海底湧出地下水調査については

遠隔操作型無人潜水艇による実地試験を行った。 

 ③沿岸部の地質環境の情報整備では、沿岸部の自然現

象及び地下水長期安定性に係る検討を行うためのデータ

提供を目的として、沿岸部の地球科学に係る文献を収録

したデータベースを構築するとともに、統計学に基づく

整理を行った。これより、文献数の地域的な違い、地質

と調査手法の適用数などから、沿岸部研究全体の研究進

捗状況を明らかにした。 

（3）沿岸部における工学技術の高度化開発に関して

は原子力環境整備・資金管理センターならびに日本原子

力研究開発機構が、（4）沿岸部における安全評価技術

の高度化開発に関しては日本原子力研究開発機構が中心

となり、精力的に課題の推進を図った。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］沿岸域、地層処分、地質環境、深部地下

水、長期安定性、調査技術 

 

［研 究 題 目］次世代人工知能技術の研究開発（課題

Ⅱ）   

［研究代表者］久保田 均（スピントロニクス研究セン

ター） 

［研究担当者］久保田 均、福島 章雄、薬師寺 啓、

野崎 隆行、谷口 知大、常木 澄人、

山本 竜也（常勤職員7名） 

[研 究 内 容］ 

 本研究では、磁性体の不揮発性を利用して記憶及び短

期記憶に電力を要しない「脳型計算機」を構成し超低消

費エネルギー化を実現する。さらに、これまで計算にと

っては邪魔者と考えられていた熱を利用した「スキルミ

オン型ボルツマン計算機」を提案し低消費エネルギー化

の可能性を実証することを目標とする。 

 脳型計算機の開発では、蓄積のある MRAM 技術を利

用して磁気的相互作用が働く磁気ドットアレイを作製

し、「スピングラス/アイスリザバー計算器」技術を実現

・実装する。「スキルミオン型ボルツマン計算機」の開

発では、ナノサイズでありながらトポロジカルに安定な

磁気構造を持つスキルミオンの熱運動（ブラウン運動）

を用いた超省エネルギー計算器を提案実証する。 

 29年度は、脳型計算機の基本素子として、磁気的相
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互作用により結合した隣接する2つの微小磁気抵抗素子

を作製し、基本的な作製技術を確立した。また、重金属

を用いた磁性金属多層薄膜を作製し、室温でのスキルミ

オンの安定生成とブラウン運動の観測、および、電圧に

よる制御に成功した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］脳型計算機、磁性体、リザーバ計算機、

ボルツマン計算機  

 

［研 究 題 目］次世代無線通信基地局システムへの実装

を想定したアンテナ一体型低損失伝送路

の研究開発 

［研究代表者］加藤 悠人（物理計測標準研究部門） 

［研究担当者］加藤 悠人、堀部 雅弘、坂巻 亮 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の最終目的は、第5世代（5G）無線通信で利用

が有力視されている28 GHz～60 GHz 超のミリ波帯電

波で動作する、低損失・低侵襲かつフレキシブルな誘電

体導波路と一体となったアンテナを実現することである。

従来の誘電体アンテナでは、アンテナと送受信機を接続

する金属伝送線路の損失、接続部における反射損失や高

電力による信号歪が問題となっていた。我々が提案して

いるアンテナ構造では、伝送線路として誘電体線路を用

い、また誘電体線路と誘電体アンテナを一体形成するこ

とでこれらの課題を解決すると期待される。 

 この最終目的に向けて、本年度は、28 GHz 程度の周

波数において信号損失が1.5 dB/m 以下（既存の金属同

軸線路の信号損失以下）のアンテナ一体型低損失誘電体

線路を開発した。信号の低損失化技術は、最終目標であ

る5G 無線通信応用、特にその基地局システムに実装す

る上で不可欠であるため、提案するアンテナ一体型誘電

体線路の実用化可能性を探る上で初めに検討すべき項目

である。研究成果は国際学会 The 39th PIERS で発表

した。 

 また、試作品の誘電体導波線路の用途開発として、平

面回路計測におけるプローバと測定機器をつなぐケーブ

ルにおける、従来の金属ケーブルからの代替性の検証を

行った。検証結果は電子情報通信学会総合大会で発表し

た。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］誘電体導波路、ミリ波、信号損失 

 

［研 究 題 目］下水処理微生物の遺伝子ビッグデータの

構築と迅速・簡便な微生物モニタリング

システムの開発 

［研究代表者］玉木 秀幸（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］玉木 秀幸、成廣 隆 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 下水処理システムにおいて、その主役である微生物の

動態はプロセス管理には殆ど反映されていない。その理

由として、下水処理プロセスにおける微生物動態に関す

るビッグデータがなく、処理性能や運転方法との関連性

が未解明であること、下水処理場において迅速・簡便に

モニタリングできるシステム（方法）がないことなどが

挙げられる。 

 そこで本研究では、1. 下水処理プロセス中の微生物

を網羅的に解析し、微生物遺伝子ビッグデータを構築し、

そして流入下水性状や処理性能、運転管理と微生物ビッ

グデータの関連性を明らかにし、水処理プロセス管理の

ための微生物学的視点からの提言を行うとともに、2. 

構築した微生物遺伝子ビッグデータを運転管理の効率化

に直接役立てるよう、下水処理場で分析可能なと迅速・

簡便な微生物モニタリングシステムを開発することを目

指している。 

 本年度は、迅速・簡便な微生物モニタリングシステム

の開発を進めるとともに、複数の下水処理場において定

期的なサンプリングを実施し、開発途上ではあるものの

上記解析システムを用いて微生物動態のモニタリングに

挑戦した。活性汚泥試料から核酸試料を抽出し、16S 

rRNA および18S rRNA を PCR 増幅した後、次世代シ

ークエンス解析に供することで、原核生物（バクテリア

やアーキア）だけでなく廃水処理において重要な役割を

果たしていると考えられている原生動物等の真核生物を

も網羅した微生物モニタリングシステムのプロトタイプ

を確立した。実際の、本技術を用いて、下水処理場から

採取したサンプルのモニタリングを継続して実施し、下

水処理場毎に特徴的な生物群が存在しうること等を明ら

かにしている。今後は、モビリティーのある小型の第3

世代次世代シークエンサーを活用して、原位置で微生物

動態モニタリングを可能にするための技術開発を進めて

ゆくとともに、微生物遺伝子ビッグデータの収集とデー

タ利活用に関する研究開発を継続して進めてゆく予定で

ある。 

［領 域 名］生命工学、エネルギー・環境 

［キーワード］環境微生物、複合微生物、廃水処理、下

水処理、マイクロバイオーム、遺伝子ビ

ッグデータ、環境ゲノム情報解析 

 

［研 究 題 目］人との相互作用によって持続する汽水湖

生態系の構築に関する研究 

［研究代表者］山室 真澄（地質情報研究部門） 

［研究担当者］山室 真澄、浅枝 隆（埼玉大学）、 

井上 徹教（港湾航空技術研究所） 

大谷 修司（島根大学）、神谷 宏（島

根県保健環境科学研究所）、菅原 庄吾

（島根大学）、清家 泰（島根大学）、 

勢村 均（島根県水産技術センター）、

谷 幸則（静岡県立大学）、矢島 啓
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（島根大学）、（常勤職員1名、他9名） 

［研 究 内 容］ 

島根県の宍道湖では、洪水対策としてダム建設、放水

路の整備、大橋川の拡幅が進められている。これらの防

災事業で予測される環境変化に対して、表在性海産二枚

貝ホトトギスガイの侵入予測など、河川管理者によって

様々な検討やモニタリングが為されている一方で、近年

の宍道湖ではアオコが頻発し、水質基準は達成されたこ

とがない。また近年は汽水性二枚貝ヤマトシジミの漁獲

量が激減し、水草が大量繁茂するなどの「異変」が生じ

ている。本研究ではこのような現状を踏まえ、ダム建設

による土砂動態の変化や近年の気候変動による降雨の変

化などの影響を含む、宍道湖における環境変動と生態系

の反応の関係を抽出し、人がどのような働きかけをする

ことで生態系が持続的になるか明らかにすることを目的

とした。 

今年度は FS を含む6年間の成果を整理し、1950年代

以降に宍道湖生態系に生じた事象を整理した。その結果、

宍道湖では近年、越境大気リンの影響で湖水の N/P が

減少したことで、過去と同じ塩分でもラン藻類が優占し

やすい状態になっていることが分かった。加えて、近年

の水草の繁茂は湖水中の二酸化炭素を水草が光合成で使

用することから pH がアルカリに傾き、珪藻は利用でき

ないがラン藻は利用できる HCO3
－が卓越する状態を引

き起こす。宍道湖では2012年に過去最大のアオコが発

生したが、同じく水草に覆われている琵琶湖でも2016

年には過去最多、2017年には過去最速でアオコが発生

している。本研究で水草が繁茂している場所の方がそう

でない場所より貧酸素化しやすい傾向があることが示さ

れたが、それに加えてラン藻類の優占を促進する影響も

生じると考えられた。その水草は、暖候期の塩分が平年

値の2倍である8PSU で推移した2013年にはほとんど繁

茂せず、同時に珪藻の優占によってシジミ資源の回復に

つながっていた。以上より、宍道湖では塩分の制御によ

って生態系を望ましい状態に保つことができる可能性が

示唆された。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］N/P 比、塩分、ラン藻、珪藻、ヤマト

シジミ 

 

［研 究 題 目］完全自動リアルタイムフルデマンド交通

システム SAV 向けプラットフォームの

研究開発 

［研究代表者］野田 五十樹（人工知能研究センター） 

［研究担当者］野田 五十樹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 情報通信技術を用いて地域住民の活動目的を踏まえた

移動サービスを提供し、地域活性化の基盤となる公共交

通システムを実現する。 

 本課題の目的は、情報通信技術を用いて地域住民の活

動目的を踏まえた移動サービスを提供し、地域活性化の

基盤となる公共交通システムを実現することである。

我々は、2012年10月～2015年9月にかけて JST・

RISTEX の研究費を得てリアルタイムデマンド応答型

交通システム SAV (Smart AccessVehicle) システムの

研究開発を行ってきた。SAV システムとは従来のタク

シーとバスを統合したような公共交通システムであり、

固定路線・時刻表を持たず、呼び出しに応じて、場合に

よっては乗合いをしながら乗客を目的地まで届ける。

2015年5月に我々は、函館市街地において4日間、SAV

車輌20台（1日間は30台）、乗客211名で世界初となる完

全自動リアルタイムデマンド交通システムの社会実装実

験を成功させた。本課題ではこの成功を礎にして、プラ

ットフォーム構築、実装実験とプラットフォームの改良、

有用性検証を行う。 

 本年度は、配車プラン生成に関して、配車ポリシー制

御の API の設計を行い、様々な評価軸における最適化

を柔軟に選択できる方式の開発を進めた。また、プライ

シング決定のためのアルゴリズムの設計を支援するため、

シミュレーションにより評価する枠組みを構成し、プラ

イシング評価を進めた。配車ポリシー制御に関しては、

これまで進めてきた、締切時刻以前の到着条件下での旅

行時間最小化に加え、早着時間最小化を新たな評価軸に

選べる方式を開発した。本課題で開発する SAV システ

ムとほかの交通機関の乗り継ぎを考えた場合、乗り継ぎ

時間を最小化するような配車とういう要望に応える必要

がある。これを可能とするために、締切時刻のできるだ

け近い時間に到着できるよう配車を行う方法を開発した。 

また、プライシング支援については、多治見市のタクシ

ーの実乗車データを利用し、シミュレーションにより平

均速度および乗降時間の推定したうえで、その推定パラ

メータに基づいて、与えられたプライシングポリシーに

よりどのような利用者にどのような利便性や減額を提供

できるかを評価した。 

［領 域 名］情報・人間工学   

［キーワード］社会シミュレーション、エージェントシ

ステム、サービス工学 

 

［研 究 題 目］未利用資源である磯焼けウニの食品とし

ての健康機能解明と蓄養技術開発 

［研究代表者］浦 和寛（北海道大学） 

［研究担当者］森田 直樹、坂下 真実（生物プロセス

研究部門）（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 浅海の岩礁域において海藻の群落（藻場）が著しく衰

退または消失して貧植生状態となる「磯焼け」が問題と

なっている。藻場の回復には、磯焼け域にいるウニ（磯

焼けウニ）の排除が最も有効とされており、コストをか

け移植や堆肥化など、現場からの磯焼けウニ排除による

密度管理が講じられている。未利用資源である磯焼けウ
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ニの商品化技術が開発できれば、磯焼け対策に繋がると

ともに、磯焼け域の沿岸漁業の衰退問題が解決できる。 

本研究では、藻場回復の阻害要因である磯焼けウニに高

付加価値を与える技術を開発するとともに、新規ウニ蓄

養技術を開発することを目指した。 

 磯焼けウニの高付加価値化の可能性を調べるために、

ウニより抽出物を調製し、それらをヒト核内受容体レポ

ーターアッセイ系に供することで、20種類以上の核内

受容体について活性化を評価した。その結果、ウニには

幾つかの核内受容体を活性化する成分が含まれているこ

とを明らかにした。 

［領 域 名］生命工学   

［キーワード］磯焼けウニ、機能性食品、核内受容体、

ヒト核内受容体レポー 

 

［研 究 題 目］無機ヒ素曝露評価およびその手法に関す

る研究 

［研究代表者］吉永 淳（東洋大学） 

［研究担当者］成川 知弘（物質計測標準研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

平成29年度内閣府食品安全委員会食品健康影響評価

技術研究「無機ヒ素ばく露評価およびその手法に関する

研究」にて計画する健康影響発現のメカニズムの解明に

おいて、食品中の微量化学物質・汚染物質のばく露と健

康影響に関する研究、および食品中汚染物質の生物学的

モニタリングによるばく露量推定に関する研究を行った。 

高速液体クロマトグラフィー－ICP 質量分析法によ

る食品および生体試料中無機ヒ素の定量技術の確立と妥

当性確認を行った。さらに、開発した技術を用いて、一

般的な食事からの無機ヒ素一日摂取量、各食品群に含ま

れる無機ヒ素量、および食事を摂取した人の尿中無機ヒ

素排泄量を測定した。得られたデータを重回帰分析する

ことで、無機ヒ素摂取に寄与する食品群の特定と代謝濃

度の推定を行った。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］化学形態分析、ひ素化合物、暴露評価 

 

［研 究 題 目］構造材料開発に利用する計算熱力学に関

する技術基盤構築 

［研究代表者］菖蒲 一久（製造技術研究部門）  

［研究担当者］菖蒲 一久、山田 浩志、岡本 悦子、

田中 和佐（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］  

 本研究は計算熱力学に関する国産の技術基盤構築を目

的とする。計算熱力学は実用性が高いことに特徴があり、

本来の熱力学解析や状態図解析での利用の他、非平衡現

象の数値モデリングのベースとして、また、実材料の物

性パラメータの高精度推算法として、マルチスケールシ

ミュレーションにおけるキーテクノロジーの一つとなっ

ている。しかし、既存の関連技術はほとんどが外国製で、

主要部分は秘匿・暗号化されている。そのため、実利用

で必須の修正や拡張は勿論、独自の改良も不可能である

など問題が多く、国産の技術開発が喫緊の課題となって

いる。そこで本研究では国産のデータベースとソフトウ

ェアの開発を行い、計算熱力学に関する独自の技術基盤

を構築する。具体的には、データベース開発として熱力

学データベースと物性データベースを開発し、また、ソ

フトウェアの開発として既開発の平衡計算ソフトを基に、

物性推算機能、他のシミュレータとのインターフェース

機能、および熱化学反応シミュレータの開発を行う。 

 本年度はセラミックスコーティングとの反応が懸念さ

れる異物との反応を検討するため、異物の主成分である

CaO-MgO-Al2O3-SiO2系の各擬三元系と擬四元系の最適

化を行った。また、Yb シリケートと水蒸気や SiC 繊維

との反応を検討するため Yb2O3-SiO2-Al2O3-H2O-SiC 系

の暫定的データベースを構築し、Yb シリケートと水蒸

気の反応性を検討した。さらに非平衡反応シミュレータ

の GUI 開発を行った。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］計算熱力学、データベース、ソフトウェ

ア 
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２）国以外からの受託収入 
［研 究 題 目］SIP（戦略的イノベーション創造プログ

ラム）／次世代パワーエレクトロニクス

／将来のパワーエレクトロニクスを支え

る基盤研究開発／ダイヤモンドパワーエ

レクトロニクス基盤技術開発 

［研究代表者］杢野 由明（先進パワーエレクトロニク

ス研究センター） 

［研究担当者］杢野 由明、茶谷原 昭義、坪内 信輝、

山田 英明、梅沢 仁、大曲 新矢 

（常勤職員6名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、ダイヤモンドを用いたパワーデバイスの

実現と検証とを可能とするウエハ作製技術を開発するこ

とで、ダイヤモンドのパワーデバイスとしての有用性、

他材料との使い分けを明確にし、世界に先がけたダイヤ

モンド半導体の実用化に向けた環境づくりを行うことを

目的とする。また、ダイヤモンド半導体のパワーデバイ

スへの展開を可能とするために必要となるダイヤモンド

結晶成長技術の高度化を実現し、デバイスプロトタイプ

試作により、ダイヤモンドパワーデバイスのコアコンピ

タンスを実証することを目的とする。本研究（E001）

は前者の研究を中心に実施し、後者は E035にて実施す

る。 

 本年度は、合成条件の見直しを実施し、成長継続時間

の拡大を試みた。長尺結晶の断面観察を実施したところ、

成長と成長との界面欠陥の生成や不純物濃度の不連続性

を確認した。そこで、成長継続時間を拡大することで界

面の影響を抑制することを目的として、多結晶ダイヤモ

ンドガイドの採用やホルダ形状の最適化等を実施した。

その結果、長時間成長時に発生する異常成長やプラズマ

の異常集中などを抑制し、連続成長継続時間を200時間

超まで拡大することに成功した。5 mm 超の長尺結晶を

得るために、従来は合成1回につき数0.1 mm 程度の膜

厚が限界で、それを複数回積層する必要があり、クラッ

クが入る頻度も高かったが、本年度の成果によって、ク

ラックフリーで5 mm 超の切目ない成長を1回の合成で

実証した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］ダイヤモンド、パワーデバイス、ウエハ 

 

［研 究 題 目］SIP（戦略的イノベーション創造プログ

ラム）／革新的設計生産技術／ガラス部

材の先端的加工技術開発 

［研究代表者］赤井 智子（無機機能材料研究部門） 

［研究担当者］赤井 智子、福味 幸平、北村 直之、

金高 健二（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 ガラスは、ディスプレイ、太陽電池、照明、光通信等

の製品において、基板、カバーガラス、レンズとして使

用されており、製品サイズ、デザイン、性能を決めるキ

ーマテリアルのひとつである。しかしながら、ガラスは

割れやすいという典型的な難加工材料であることから、

広範な製品への適用が阻害されている。本研究開発にお

いては、成型・切断・接合という3つのガラス加工の要

素について、ガラス内部に生じる複雑な現象を解明する

ことで、速度、精度、面積を飛躍的に向上させる革新的

な生産技術を開発する。また、加工のベースとなるサイ

エンスの構築やシミュレーション技術の開発を関西圏に

集積するガラス関連の大学・研究所で実施する。その結

果を元に、現在、技術、市場で世界的に優位性をもつ複

数のガラス企業で製品開発し、ユーザーからのフィード

バックを受けながら部素材、加工方法をパッケージで供

給することを目指す。当所では大面積精密成型技術に必

要な成型温度付近における粘弾性挙動の解明、ガラス融

液とモールドの反応機構の解明に取り組む。また、それ

らの知見を元に8インチの大面積マイクロレンズアレイ

の成型技術を開発することを目的とする。 

 本年度は、ガラス先端加工技術については、大型モー

ルドの迅速作製技術として切削加工では数ヶ月必要な金

型作製を半導体プロセスを用いて数日で加工することを

目的として、深さ25 m、直径約200 m のマイクロレ

ンズパターンを、6インチ用の SiC 基板に迅速に形成す

る技術を開発した。また、その金型を用いて成型可能で

あることを確認した。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］ガラス、加工、プレス成型、マイクロレ

ンズアレイ 

 

［研 究 題 目］次世代ロボット中核技術開発／革新的ロ

ボット要素技術分野／可塑化 PVC ゲル

を用いたウェアラブルロボット用ソフト

アクチュエータの研究開発 

［研究代表者］安積 欣志（無機機能材料研究部門） 

［研究担当者］安積 欣志（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 ポリ塩化ビニル（PVC）に可塑化剤を大量に加えた

可塑化 PVC ゲルに電圧を加えると大きく変形を生じ、

それを用いたソフトアクチュエータの研究が進められて

いる。本研究テーマは、この「PVC ゲルアクチュエー

タ」を用いて、衣服のように人の皮膚に沿って柔軟に変

形し、電圧印加によって伸縮するシート状ソフトアクチ

ュエータの創製を試みることを目的とする。昨年度まで

2年間の先導研究を行ない、ステージゲートを通過後、

本年度から3年間の計画で本プロジェクトを開始した。 

 研究開発の概要は、PVC ゲルアクチュエータのウエ

アラブルロボットのためのデバイス化の開発、及び電場

応答メカニズムの解明、さらにモデリングとフィードバ

ック制御系の開発による PVC ゲルアクチュエータの正

確な位置制御法の開発からなり、産総研では、電場応答
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メカニズムの解明を担当する。 

 本研究では、可塑化 PVC ゲルの電場応答メカニズム

を解明しモデル化することで、アクチュエータデバイス

開発研究と相互にフィードバックすることにより、より

アクチュエータに適した材料を見出すと共に、アクチュ

エータの特性の改善を試みる。 

 先導研究では、可塑化 PVC ゲルの電場応答のメカニ

ズムが、電圧印加によるイオンドラッグ流が生じ、アノ

ード極側での溶媒膨潤層が生じる第1のプロセスと、そ

のアノード側での溶媒膨潤層がアノード表面での電気界

面応力によるクリープ現象が生じる第2のプロセスから

なることを見出した。その成果に基づき、本年度は、そ

のモデルについて、三角波電圧印加による実験に基づく、

より定量的なモデル構築を行った。さらに、そのモデル

を基礎として、各種イオン液体添加による PVC ゲルの

電場応答の低電圧化について確認した。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］ゲル、ポリ塩化ビニル、電場応答、可塑

剤、PVC、ソフトアクチュエータ、ウ

エアラブルロボット、モデル、メカニズ

ム 

 

［研 究 題 目］次世代人工知能・ロボット中核技術開発 

［研究代表者］上野 豊（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］上野 豊（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 新エネルギー・産業技術総合開発機構に採択された東

京工業大学との共同研究で、ロボットの革新的なアクチ

ュエーション技術を目指した分子人工筋肉の研究開発に

参画している。超分子構造の分子モデリングソフトウェ

ア開発の設計を進めグラフィックスライブラリとして

GeeXLab を採用しプロトタイプ開発を実施した。分子

人工筋肉の部品となるタンパク質分子のポリゴンモデル

を利用して、分子集合体のフィラメントを定義し、それ

らフィラメントを複数配置した超分子モデルのファイル

を定義し、3次元表示プログラムを開発した。さらに汎

用ソフトウェア blender を用いた超分子モデル構築を進

め、キネシン、チューブリン、アクチンおよびミオシン

等のフィラメントによるサルコメア構造の動作モデルを

作成した。共同研究者の検討する DNA オリガミをモデ

ルに導入するため、粗視化した DNA 分子の体積モデル

で表現し柔らかな動作や重合過程の動作を付与して再利

用可能なスクリプトとした。また、分子人工筋肉の機能

改良に有力な生体膜構造の付与モデル検討のため脂質二

重層膜の小胞やエネルギー源となる ATP 分子の供給酵

素 ATPase のモデルも利用可能なスクリプトに作成し

た。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］モータータンパク質・分子シミュレーシ

ョン・分子アニメーション 

［研 究 題 目］次世代人工知能・ロボット中核技術開発

／次世代人工知能技術分野／人・機械協

働生産のための人工知能を活用した作業

者モデル構築に関する研究開発 

［研究代表者］谷川 民生（人間情報研究部門） 

［研究担当者］谷川 民生、多田  充徳、村井 昭彦 

（以上、人間情報研究部門）、 

吉田 英一、遠藤  維、鮎澤 光（知能

システム研究部門）（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

 本事業では、工場における人と機械の状況の見える化

と活用のための技術基盤を確立する。具体的には、工場

において人の動きを見える化するために、作業を阻害せ

ずに人の動作計測を行う簡易な IoT デバイスの開発と、

その計測データを用いた移動軌跡、全身姿勢、力学的負

担をリアルタイムで推定する手法の開発を行う。さらに、

これらのデータに人工知能技術、特に機械学習を適用す

ることで、より高次の行動分析を行い、身体活動ととも

に作業内容の把握も行えるシステムの構築を目指す。 

平成29年度の実績は以下のとおりである。（1）作業

者の腰部に装着する拡張型 PDR（Pedestrian Dead 

Reckoning）モジュール1台と、四肢に装着するワイヤ

レスセンサモジュール4台から構成され、リアルタイム

に測定データをストリーミングできる行動計測 IoT デ

バイスを試作し、モーションキャプチャーとの比較を実

施した。今後、他のデバイスの必要性・工場適用性の検

討を行い、計測システムデザインを実施していく予定で

ある。（2）全身の筋骨格モデルに基づいて関節運動デ

ータから筋張力・関節間力を高速に推定する計算アルゴ

リズムを開発した。それらの推定問題を数理最適化問題

として扱った上で、最適化計算をロボティクスの分野で

発展してきた運動学・動力学計算アルゴリズムに分解す

ることで、計算の高速化を実現した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］工場、人工知能、サイバー・フィジカ

ル・システム、IoT 

 

［研 究 題 目］平成28年度：人工知能技術適用によるス

マート社会の実現／健康、医療・介護分

野／健康増進行動を誘発させる実社会埋

込型 AI による行動インタラクション技

術の研究開発 

［研究代表者］持丸 正明（人間情報研究部門） 

［研究担当者］持丸 正明、小林 吉之、村井 明彦、

森 郁惠、中嶋 香奈子、梅村 浩之、 

藤村 友美、安在 絵美（以上、人間情

報研究部門）、西田 佳史、本村 陽一

（以上、人工知能研究センター）、 

佐藤 洋（企画本部総合企画室） 

（常勤職員10名、他1名） 
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［研 究 内 容］ 

 国民の健康維持は、生活習慣病の予防による医療費の

削減とともに、労働・消費・社会参加人口の増加という

2つの側面で非常に大きな社会的意義を持つ。本プロジ

ェクトでは、健康な高齢者もしくは中高年のうち、仲間

と楽しい共体験が得られることなら活動する、社会で役

割を得て認知されるような活動ならする、家族との楽し

い共体験が得られることなら活動する、という3つの心

理行動セグメントにターゲットを絞り、それらの性向と

心理属性を理解した上で、行動を変容させるための行動

インタラクション技術と、健康モニタリング技術を連携

させることで「健康以外の動機づけによる個人の身体活

動の持続」と「結果としての個人の健康増進」を両立さ

せるシステムを開発することとした。さらに将来的には、

それらのシステムを柏市などの地域で実証し、上記のセ

グメントに相当する参加者に健康増進行動が誘発される

か、持続的に定着するかの検証を行う予定である。本プ

ロジェクトによって、最終的には参加者の10％に持続

的な健康増進行動を起こさせることを本研究の数値目標

とする。 

 本研究は大きく4つのサブ課題からなる。第1は、仲

間と共体験、家族と共体験を動機づけとするセグメント

に対して、新たなインタラクティブスポーツプログラム

をデザインするとともに、リアルタイム応答性の高い実

社会埋込型 AI を用いてこのスポーツプログラムの基盤

となる行動インタラクション技術を開発する研究である。

第2・第3は、役割と社会認知を動機づけとするセグメ

ントに対するものである。ここで第2では特に、社会に

おける役割を生み出すジョブマッチング技術（柏市で実

証中の GBER）を基盤として、ここに個人の健康モニ

タリング技術を連携させたシステムを開発することとし

た。ここにも実社会埋込型 AI を導入し、健康増進に資

するジョブデザイン支援を実現する。主として退職した

高齢者をターゲットとする。これに対して第3では、中

高年の社会人をターゲットとする研究を実施することと

した。日常生活での回遊ルートやその中で見出した発見

を健康増進効果とともに Web 上で広く共有し、その情

報が第三者に認められ回遊ルートが再利用される仕組み

を構築する。自ら発見し、発信した情報が第三者に認め

られるという社会認知のモティベーションによって、回

遊ルート発掘のための身体活動を誘発させる。そして、

第4は質問紙調査などによって、上記の5つの心理行動

セグメントの定義を明確化し、さらに、そのセグメント

を簡単な質問で分類する方法を開発するとともに、その

セグメントごとのサービス介入効果などを調査する研究

である。 

 第1の研究では、ミズノ（株）と産総研が協力し、①

運動における共体験の価値構造の解明、②称賛による運

動への動機づけ向上の検証、③スポーツ障害リスク推定

技術及び動作分析と VR での共体験技術の開発を行った。

第2の研究では、東京大学が中心となって、社会におけ

る役割を生み出すジョブマッチング技術に個人の健康モ

ニタリング技術を連携させたシステムを開発した。第3

の研究では、（株）竹中工務店と産総研が協力し、回遊

ルートコンテンツ共有技術を開発するために、①モーシ

ョンキャプチャシステムを用いた身体運動データの計測、

②指標化・可視化技術開発、③回遊ルート情報の Web

共有システムの開発を行った。第4の研究では、産総研

が中心となり、健康増進に関する行動意識調査として、

定性調査と定量調査を実施した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］健康増進、人工知能、心理行動特性、身

体特性 

 

［研 究 題 目］次世代人工知能・ロボット中核技術開発

／次世代人工知能技術分野／AI×ロボッ

トによる高品質細胞培養の自動化とオミ

ックスデータの大規模取得 

［研究代表者］光山 統泰（人工知能研究センター） 

［研究担当者］光山 統泰、夏目 徹、加藤 薫、 

足達 俊吾、瀬々 潤、富井 健太郎、

Bajpai Archana 

（常勤職員6名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 細胞培養を自動化するロボットを実現するための人工

知能技術を開発する。 

研究計画： 

 上記研究目標を具現化したアウトプットとして「AI

自律型細胞培養プラットフォーム」を構築する。このた

めの技術課題は（1）イメージングデータからの特徴抽

出技術の研究開発（2）オミックス大規模データからの

特徴抽出技術の研究開発（3）最適条件探索を自律的に

行うロボット基盤技術開発（4）ロボットによる細胞培

養自律的最適化技術の実証研究を掲げている。H29年度

は、（1）において、マウス筋芽細胞 C2C12の画像デー

タを取得し、細胞の分化度を判別可能な特徴抽出技術を

開発する。（2）において、C2C12の分化度に沿ったオ

ミックスデータを取得する。（3）細胞のイメージング

データを自動的に取得できるシステムを構築する。

（4）ロボットで培養した C2C12細胞と人により培養さ

れた C2C12を比較して、培養細胞の品質を検証する。 

年度進捗状況： 

 （1）について、今年度目標である C2C12のイメージ

ングデータを46474枚取得し、来年度目標であるヒト実

用細胞のイメージングデータも13552枚取得できた。ま

た、細胞の分化度を判別可能な特徴抽出技術について複

数の手法を検討し、有望な手法を見出すことができた。

進捗度100 %。（2）C2C12の23条件について RNA-Seq

を、内16条件についてはプロテオーム解析を行い、オ
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ミックスデータを取得した。進捗度100 %（3）51培養

条件について、最適培養細胞に近づける自律最適化アル

ゴリズムが適用可能であることが検証できた。細胞のイ

メージングデータを自動的に取得できるシステムを構築

した。進捗度100 %（4）最適培養条件でロボット培養

された C2C12細胞について、光学顕微鏡による細胞形

態の観点から観察し、ヒト培養と比較して明確な違いを

見出すことはなかった。進捗度100 %。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］ロボット、細胞培養、自動化、人工知能、

細胞画像 

 

［研 究 題 目］固体高分子形燃料電池利用高度化技術開

発事業／普及拡大化基盤技術開発／先進

低白金化技術開発 

［研究代表者］五百蔵 勉（電池技術研究部門） 

［研究担当者］五百蔵 勉、山崎 眞一、朝日 将史、

秋田 知樹、田口 昇 

（常勤職員5名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、白金担持カーボン等の実用触媒に有機物

を修飾することで酸素還元（ORR）活性を向上させる

コンセプトの確立を目指している。最終的には共同実施

機関等で開発されるコアシェル触媒などの次世代高活性

触媒に有機物修飾技術を活用することで、出力密度×耐

久時間×1／（単位出力あたりの貴金属使用量）が現行

の10倍以上を見通せる技術の開発を行う。 

 昨年度、白金触媒の表面に吸着させることにより

ORR 活性を向上させる有機物としてテトラアザポルフ

ィリン（TAP）系の大環状有機分子を見出したが、更な

る高活性化を目指すため、今年度 TAP 吸着による白金

触媒の高活性化メカニズムの検討に取り組んだ。また、

TAP は PtPd 系コアシェル触媒など高活性な触媒に対

しても、単味 Pt 触媒の場合と同等の活性向上効果を発

揮することを見出した。触媒本体と表面修飾による活性

向上を相乗的に機能させることにより、大幅な高活性化

を実現できると考えている。 

 次世代の低白金触媒候補の一つであるコアシェル触媒

では、原子レベルでの組成や粒子構造が ORR 活性に大

きく影響するため、触媒粒子の組成構造を明らかにする

ことが触媒改良の指針を得るために極めて重要である。

収差補正高分解能分析電子顕微鏡を用いて、当該事業に

参画する機関において開発された種々の高活性触媒の構

造解析を実施した。3元系 PtPdM 合金触媒については、

3次元的な組成・構造情報を得るために TEM トモグラ

フィー技術を用いた解析を進め、粒子最外層の M の分

布や Pt シェルの被覆状態について有益な情報を取得可

能であることが確認できた。 

［領 域 名］エネルギー・環境   

［キーワード］燃料電池、酸素還元、白金触媒、錯体触

媒、電子顕微鏡 

 

［研 究 題 目］酸化物系全固体二次電池実現のブレーク

スルーとなる固固界面制御技術開発 

［研究代表者］小林 弘典（電池技術研究部門） 

［研究担当者］小林 弘典、小池 伸二、竹内 友成、

倉谷 健太郎、奥村 豊旗、松本 勝、

木坂 和正、鈴木 友美、古谷 恭代、

名倉 規代（常勤職員5名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 酸化物系全固体二次電池の「塗工プロセスでの正極シ

ート作製技術開発と電気化学特性評価」及び「全固体電

池評価技術の開発」について取り組むことで、酸化物系

全固体二次電池実現のブレークスルーとなる固固界面制

御技術開発することを目的とする。 

 「塗工プロセスでの正極シート作製技術開発と電気化

学特性評価」の取り組み内容としては、正極シートの原

料粉体であるアモルファス正極材料（80LiCoO2 ·

20Li2SO4）に関して、従来法と比べて、1回あたり8倍

のスケールアップに成功した。一方、正極シート（自立

膜）の作製には成功したが、作製した正極シートは十分

な容量を示さず、性能向上のためには溶媒やバインダー

をより幅広く検討する必要があることが課題として残っ

た。 

 「全固体電池評価技術の開発」の取り組み内容として

は、固体電解質に添加剤を少量加えることで導電率が向

上することを見出した。正極活物質粉末と固体電解質シ

ートを400 ℃以下で通電焼結を実施して接合すること

で、80 ℃で約140 mAh/g の容量を示す半電池を作製す

ることができた。一方、レート特性については今後の検

討課題として残った。 

また、酸化物系全固体二次電池正極・電解質としての

電池特性及び量産性について検討し、実用化までの道筋

を示した。 

［領 域 名］エネルギー・環境   

［キーワード］酸化物系全固体二次電池、通電焼結、ア

モルファス正極材料 

 

［研 究 題 目］熱安全性に優れた革新的な全固体有機蓄

電池の創製 

［研究代表者］八尾 勝（電池技術研究部門） 

［研究担当者］八尾 勝、竹市 信彦、加藤 南 

（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、新エネルギー・産業技術総合開発機構

（NEDO）のエネルギー・環境新技術先導プログラム

として実施した。温室効果ガス削減に有効である電気自

動車の普及のカギを握るのは蓄電池の開発であるが、現

行のリチウムイオン電池は、希少金属（レアメタル）を

含有するためコストが高くなり、さらには熱挙動にも課
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題を抱えている。今回、代替材料として、低コスト化が

可能で熱安全性にも優れた有機物を適用する研究開発を

行った。具体的には、電解液の代わりに柔粘性の有機結

晶を固体電解質として用い、正極には資源リスクの低い

元素で構成される有機材料を用いた。研究対象として用

いた有機正極は、ナフタザリン類で、この誘導体は一分

子あたり四つの酸化還元部位を有しており、高容量ユニ

ットとなることが期待される。充放電機構解明の一環と

して核磁気共鳴測定に取り組み、充電状態ではその全て

がカルボニル基に変換され、放電状態では全てがフェノ

ラートになっていることを確かめた。さらに、同骨格を

ジチイン環で縮環した二量体に関しては、新しい合成ル

ートの開拓や、中間体の単結晶構造解析、電子エネルギ

ー損失分光法（EELS）を用いた充放電機構の解析を行

った。有機電極材料に対する EELS 測定の取り組みは

世界的にも例は少なく、学術的にも貴重な成果が得られ

た。充放電特性に関して、この二量体の初期容量は400 

mAh/g を超える高容量であり、電解液を工夫すること

で、100サイクル以上の寿命が到達可能となることを見

出した。柔粘性電解質を用いた全固体電池の試験では、

予備的ながら試作および動作確認に成功した。 
以上のように、正極および電解質に有機材料を用いた

全固体電池の可能性を検討し、実証試験を行った。得ら

れた成果は、将来の新しい形の電池の開発に向けた端緒

となりうるものであり、今後のさらなる発展に繋がると

期待される。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］リチウム二次電池、全固体、レアメアル

フリー、柔粘性結晶、有機活物質 

 

［研 究 題 目］低炭素社会を実現する次世代パワーエレ

クトロニクスプロジェクト／GaN パワ

ーデバイス等の実用化加速技術開発／窒

化ガリウムパワーデバイス高出力化のた

めの高放熱構造の研究開発    

［研究代表者］杢野 由明（先進パワーエレクトロニク

ス研究センター） 

［研究担当者］杢野 由明、茶谷原 昭義、山田 英明、

大曲 新矢（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 窒化ガリウム（GaN）パワーデバイスに期待される

様々な応用を実現し、市場を形成・牽引していくために

は、特徴を最大限に活かすための研究開発が必要である。 

 本研究開発では、ダイヤモンドの高い熱伝導率を利用

した、高出力化のための高放熱構造の原理実証の実施、

並びに、従来装置の効率を上回るダイヤモンド合成装置

開発を行う。ダイヤモンド合成に用いられる従来のマイ

クロ波プラズマ CVD 装置は、合成可能面積が2インチ

程度に留まる。更に面積を拡大するには、低周波数化に

よるスケールアップも考えられるが、電力効率が著しく

低下し、装置コストも増加する。 

 分担項目では、新規大面積合成方式の原理実証を行う

ための研究開発を実施する。今年度は、既存のマイクロ

波プラズマ CVD 装置におけるプラズマ・電界強度分布

を検討し、これを基に新方式による大面積化原理検証機

の方式検討を実施した。既存反応容器形状をベースとし

た新型マイクロ波導入構造のシミュレーションを実施し、

構造変化による電界強度分布変化を確認した。さらに、

新方式用に構造を変化させた場合の電界強度分布も求め、

共振器構造において電界強度分布を変化できることを確

認した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］GaN on ダイヤモンド、ヒートシンク、

ヒートスプレッダ、マイクロ波プラズマ

CVD 

 

［研 究 題 目］日本発新規ゲノム編集技術の研究開発 

［研究代表者］間世田 英明（バイオメディカル研究部

門） 

［研究担当者］間世田 英明、金 世怜 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 ゲノム編集技術（特に CRISPR/Cas9システム）の発

展は、医学分野だけでなく、生産現場をも変えようとし

て い る 。 し か し 、 ゲ ノ ム 編 集 技 術 の 特 許 は 、

CRISPR/Cas9システムを含み、外国で海外独占状態に

なっており、日本のバイオインダストリーを大きく低迷

させ、国益の大きい損失を招こうとしている。間世田ら

は、抗生物質に対する細菌の耐性取得メカニズムを分析

したとき、自己ゲノム編集機構が共通して生き物に存在

していることを発見した。この知見をもとにして、海外

に特許がある CRISPR/Cas9と TALENT システムと全

く異なる新規な日本発のゲノム編集手法の開発を進めて

いる。 

 本システムによるゲノム編集の正確な効率を測定する

ために、マーカーとして GFP 遺伝子やクロラムフェニ

コール耐性遺伝子を用いた種々のアッセイプラスミドの

作成を行っている。GFP 遺伝子では、ヒト型の GFP を

微生物でも効率的に発現・機能化させることに成功した。

また、より詳細な検討を可能にすべく、GFP とクロラ

ムフェニコール耐性遺伝子を融合させ、ゲノム編集が起

こった際に GFP タンパク質の発現とクロラムフェニコ

ール耐性の両活性を測定できように、アッセイプラスミ

ドを構築している。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］ゲノム編集 

 

［研 究 題 目］木質バイオマスから各種化学品原料の一

貫製造プロセスの開発 

新エネルギー・産業技術総合開発機構 
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非可食性植物由来化学品製造プロセス技

術開発 

［研究代表者］吉田 勝（機能化学研究部門） 

［研究担当者］吉田 勝、柳下 立夫、田原 聖隆、 

塚原 建一郎（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究 PJ で当所が担当している課題は、木質系バイ

オマスをアルカリ処理して得られる成分を原料とし、

種々の化学品を製造する一環プロセスの環境影響評価を

行うことである。当該課題の2年目である平成29年度で

は、物質収支やエネルギー収支の最適化を行った一貫プ

ロセスシステムのシミュレーション結果に基づき、一貫

プロセスの各種生産物の製造で生じる温暖化ガス排出量

を試算した。さらに、各種生成物と同等用途として想定

される、化石燃料由来の既存製品製造時の温暖化ガス排

出量と比較した。その結果、フェノール樹脂、エポキシ

化リグニン、粗ポリオール、粗 GVL の製造時における

GHG 排出量は、既存製品と同程度以下であった。本試

算では、廃棄時の温暖化ガス排出量をカウントしていな

いため、非可食性バイオマスを利用することによる温暖

化ガス排出量のさらなる減少が見込める。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］バイオマス、ライフサイクルアセスメン

ト 

 

［研 究 題 目］非可食性植物由来化学品製造プロセス技

術開発／木質系バイオマスの効果的利用

に向けた特性評価 

［研究代表者］吉田 勝（機能化学研究部門） 

［研究担当者］遠藤 貴士、伊藤 弘和、井上 誠一、

岩本 伸一朗、熊谷 明夫、齋藤 有紀、

市木 佳奈、間世田 安希 

（常勤職員5名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本テーマは、種々の木質を原料として、種々の条件で

パルプ化およびナノ解繊を行い、得られたセルロースナ

ノファイバー（CNF）の製品への用途適正評価を実施

することで、CNF の実用化・社会実装を加速すること

を目的としている。当グループ担当課題として、本年度

は、各種スギを原料として製造されたパルプおよび

CNF の特性解析、各種スギからのリグノ CNF の製造

特性、得られたリグノ CNF の物理・化学的特性評価、

樹脂・ゴム複合化特性評価を実施した。 

 木質原料として、茨城県産、富山県産および熊本県産

スギを用い、樹齢による影響についても評価するため成

熟材および未成熟材の部位に分けて試験を実施した。事

業分担機関で製造された、クラフト法およびソーダ AQ

法パルプについて、解繊性、物性解析（比表面積、結晶

化度）を行った。その結果、成熟材と比較して未成熟材

の方が、また、クラフト法と比較してソーダ AQ 法の方

が比表面積の大きなパルプが製造できることが分かった。 

また、各種スギチップを直接的原料とした評価では、

グラインダー法により、性状の異なるリグノ CNF を製

造し、特性解析を実施した。その結果、グラインダー処

理回数により、生成物の比表面積は増大するが、富山県

産スギが最もナノ解繊が進行し、また、成熟材と比較し

て、未成熟材の方がナノ解繊が進行することが分かった。

また、樹脂・ゴム補強性評価では、中程度解繊処理でも、

高い補強効果を示し、パルプ化およびナノ解繊効率と相

関性があることが分かった。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］セルロースナノファイバー、木質、特性

評価、解繊 

 

［研 究 題 目］植物等の生物を用いた高機能品生産技

術の開発／植物の生産性制御に係る共通

基盤技術開発／遺伝子発現制御および栽

培環境制御の融合による代謝化合物高生

産基盤技術開発 

［研究代表者］松村 健（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］福澤 徳穂、松尾 幸毅、厚見 剛、 

大谷 祐子、田坂 恭詞、伊藤 亮 

（常勤職員6名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、植物自身が有する遺伝子に対して、配列

特異的に DNA のメチル化を誘導する基盤技術を開発す

る。植物における遺伝子発現制御、特に発現抑制には

RNAi などを利用した技術が多用されている。一方、

DNA のメチル化・脱メチル化により遺伝子の発現が制

御されていることは知られており、特に植物においては

他の生物種には無い、複雑なメチル化システムを有して

いる。これまで、植物に人為的に導入した外来遺伝子に

対して RNAi 等によりメチル化を誘導した報告はある

が、内在性遺伝子のメチル化誘導の例は未だわずかであ

る。 

 そこで、高メチル化誘導が可能と推測している植物ウ

イルスベクターを用いて、目的の植物遺伝子にのみ高頻

度にメチル化を誘導する技術開発を試みている。これま

で、当グループが保有する植物ウイルスベクターを用い

て、植物の内在性遺伝子プロモーター領域を標的とし、

ウイルス誘導遺伝子サイレンシングを試みたところ、メ

チル化誘導に用いた DNA 配列領域特異的に24塩基の

siRNA が量産、シトシンの60-80 %が一週間前後でメチ

ル化され、mRNA の転写も抑制されることが明らかに

なった。 

 また、メチル化誘導目的のプロモーター配列を遺伝子

導入した組換え体を作出したところ、同じ配列を有する

内在性プロモータにおいては遺伝子抑制が認められない

が、導入した配列において遺伝子抑制が引き起こされて

いることを見出した。この植物体に脱メチル化を誘導す
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る植物ウイルス由来の遺伝子を一過的に導入したところ、

遺伝子の発現回復が認められたことから、この抑制がメ

チル化によって引き起こされていると推測された。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］植物ウイルス、一過性発現、アグロイン

フェクション、DNA メチル化、クロマ

チン 

 

［研 究 題 目］植物等の生物を用いた高機能品生産技術

の開発／高生産性微生物創製に資する情

報解析システムの開発 

［研究代表者］田村 具博（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］油谷 幸代、菅野 学、亀田 倫史、 

北川 航、木村 信忠、齋藤 裕、 

佐原 健彦、玉野 孝一、富永 大介、

中島 信孝、西宮 佳志、野田 尚宏、

藤森 一浩、松沢 智彦、光山 統泰、

三谷 恭雄、矢追 克郎、安武 義晃

（常勤職員18名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、生物がもつ多様な化学物質を作り出す能

力を最大限に活用し、化学合成プロセスを経ることなく

高効率に高機能物質を製造するため、情報技術とバイオ

テクノロジーを融合させてシステム化することにより、

わが国独自の産業微生物「スマートセル」を超高速に育

種する技術を開発する。そのため以下3課題を設定して

研究開発を推進し、それぞれ新たな成果・知見が得られ

た。 

課題1 ハイスループット合成・分析・評価技術の開発 

 信頼性の高い RNA-seq 解析プロトコル策定に向けて、

Quality の評価手法策定及び Quantity の評価手法策定

の2つの課題に取り組んだ。前者は、複数の細胞固定・

破砕法、RNA 精製法を組み合わせて得られる RNA に

関し、その品質を確認し、それぞれの長所・短所を整理

した。後者は、現状のスパイクイン用 RNA(5種)に加え、

より精度が高い定量が可能となるよう10種類のスパイ

クイン用 RNA の設計・生産に取り組んだ。並行して、

蛍光相関分光法等を利用したより簡便なスパイクイン用

RNA の定量手法の検討を進めた。 

課題2 遺伝子配列設計システムの開発  

 情報解析基盤として、標的物質の生産に寄与して

いる遺伝子選択手法の開発と遺伝子発現制御ネット

ワークモデルの構築を実施し、標的物質生産を制御

している遺伝子を予測した。候補遺伝子を実験的に

実証した結果、物質生産に寄与する新規の改変候補

遺伝子を発見した。昨年度開発した、様々な遺伝子配

列特徴量を組み合わせた蛋白質発現量制御法の改良によ

り、蛋白質生産量増加を75 %の確率まで高めることに

成功した。また、分子動力学シミュレーションを用いた

蛋白質高耐熱変異体設計法を導入することで、複数のタ

ーゲットすべてに対し耐熱性が向上することを確認した。 

課題3 新規情報解析システムの有効性検証 

 上記2課題のシステムを統合しながら企業等の産業微

生物を利用した物質生産に関する10テーマに適用し、

トランスクリプトーム解析、ゲノム比較解析、メタボロ

ーム解析等各種解析を行い、標的物質生産向上に必要な

データ取得を行った。テーマによっては、事業化に有効

な成果が得られた。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］スマートセル、微生物育種、情報科学、

オミクス解析、遺伝子制御ネットワーク、

遺伝子配列設計、産業微生物 

 

［研 究 題 目］次世代人工知能・ロボット中核技術開発

／次世代人工知能技術分野／人間と相互

理解できる次世代人工知能技術の研究開

発 

［研究代表者］辻井 潤一（人工知能研究センター） 

［研究担当者］辻井 潤一、本村 陽一、西田 佳史、

櫻井 瑛一、中田 亨、Geczy Peter、

Lynden Steven、Leblay Julien、 

Laokulrat Natsuda、北村 光司、 

西村 拓一、福田 賢一郎、 

渡辺 健太郎、西村 悟史、梁 滋路、

小川 宏高、谷村 勇輔、的野 晃整、

金 京淑、穐山 空道、宮尾 祐介、 

岡崎 直観、中山 英樹、松尾 豊、 

市瀬 龍太郎、佐藤 泰介、尾形 哲也、

松下 康之、佐藤 仁、吉村 玄太、 

彦坂 修平、今泉 友之、藤田 藍斗、

野田 遼子、伊東 里保、今関 宏房、

中村 友昭、山崎 隆紀、森永 聡、 

大屋 勝敬、我妻 広明、杉村 領一、

麻生 英樹、中田 秀基、一杉 裕志、

高橋 直人、川田 正晃、佐野 崇、 

尾崎 竜史、中村 良介、岩田 敏彰、

神山 徹、赤穂 昭太郎、兼村 厚範、

高野 了成、広渕 崇宏、村川 正宏、

河西 勇二、岩田 昌也、坂無 英徳、

野里 博和、高橋 栄一、緒方 淳 

（人工知能研究センター）、原田 研介、

万 偉偉、永田 和之、花井 亮、

Ixchel Ramirez-Alpizar、佐藤 雄隆、

岩田 健司、佐川 立昌、増田 健、 

小林 匠、長坂 洋輔、堂前 幸康（知

能システム研究部門）、大羽 成征（京

都大学）、岡田 真人、鶴岡 慶雅（東

京大学）、山崎 匡（電気通信大学）、 

高村 大也（東京工業大学）、 

大森 隆司（玉川大学）、稲邑 哲也 
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（国立情報学研究所）、村田 昇（早稲

田大学）、橋本 学（中京大学）、 

藤吉 弘亘（中部大学）、辻 徳生（金

沢大学）、山崎 公俊（信州大学） 

松原 崇充（奈良先端科学技術大学院大

学）（常勤職員53名、他38名） 

［研 究 内 容］ 

 人間と人工知能が協働して重要な社会的課題を解決す

る世界の実現を目指して、人間と相互理解可能な次世代

人工知能技術の研究開発を進めている。大学、公的機関、

産業界から人材、技術、データを集結させ、①大規模目

的基礎・先端技術研究開発、②次世代人工知能フレーム

ワーク研究・先進中核モジュール研究開発、③次世代人

工知能共通基盤技術研究開発、という3つの研究開発項

目を一体的に実施した。先導研究の2年目である平成28

年度の主な進捗は以下の通り。次世代脳型人工知能の研

究開発：大脳皮質モデル BESOM の効率的なオンライ

ン学習法、プロトタイピング用疑似ベイジアンネット、

文脈情報を利用した頑健な文字認識システムの提案と評

価、視覚野細胞の STA の効率的かつ安定的な推定手法、

運動野－大脳基底核モデルによる運動シーケンス生成手

法、能動学習による効率的な物体追跡手法の確立、人工

言語野のプロトタイピング、ニューロン数500万超、シ

ナプス数100億超の全脳スパイキングモデルの初期プロ

トタイプの構築、等の成果を得た。データ・知識融合型

人工知能の研究開発：研究用データセットの整備を行い、

動画に説明文を付与する手法やニューラルネットワーク

が学習した分散表象知識を、人間が理解可能な記号的知

識に変換する手法を提案・評価した。機械学習・確率モ

デリングの高度化：4種類のスケーラブルな機械学習手

法の提案と評価、確率プログラム処理系への Viterbi 推

論の組込み、マルチモーダル VAE の提案と画像の修飾

への応用、等の成果を得た。次世代人工知能フレームワ

ークの研究：次世代人工知能フレームワークプロトタイ

プの構築と評価、データモデルの標準化への貢献、人工

知能研究用クラスタおよび商用クラウド上を用いた計算

基盤の構築、人間とロボットとの大規模対話データ収集

のための仮想環境の構築、科学技術文献の俯瞰と技術の

未来予測のためのプラットフォーム構築、等の成果を得

た。先端中核モジュールの研究開発：日常生活データを

観測・収集するためのリビングラボの整備、日用品の3

次元データベースと認識モジュールの構築、人の物体操

作や組立作業の計測法とそれを利用した行動自動計画手

法、動作模倣学習および不定形物操作生成手法の提案と

実ロボットでの検証、自然言語処理ツールの構築、等の

成果を得た。人間行動モデリングタスク：pLSA とベイ

ジアンネットを組み合わせた人間行動モデリングモジュ

ールの構築、ユースケースの調査と社会実装シナリオの

可視化、介護、健康増進の現場での知識発現を支援する

システム構築と知識構築、等の成果を得た。画像解析タ

スク：中分解能衛星画像データをクラウド上に整備して

公開するとともに、深層学習によって変化検出や地物検

出が行えることを確認した。100種類の人の動作に対し

て1,000本ずつ、合計10万本の動画からなる学習データ

セットを構築するとともに、深層ニューラルネットを用

いた動画認識手法を開発した。テキスト情報からの知識

獲得タスク：米国航空安全報告制度のヒヤリ・ハット情

報や米国労働安全局の事故データの分析を実施した。酵

素反応データベースに向けて、関連文献を解析するため

の辞書・キーワードの整備と分析の試行を実施した。対

人インタラクションタスク：実験フィールドとして選定

した幼稚園に園児を識別・追跡するための環境を構築し、

ロボット等を用いたインタラクション実験とデータの収

集を実施した。産業用ロボットタスク：産業用ロボット

システムとピッキングシミュレータを構築した。自動運

転タスク：データ収集用の車両を構築し3次元地図デー

タを構築した。先進運転支援システムオントロジーおよ

び実験環境を整備し、交差点での運転に適用して有効性

を確認した。人材育成活動として NEDO-AIRC=東京大

学人工知能基礎技術／先端技術人材育成講座をそれぞれ

開講した。人工知能技術の普及・実用化に向けた活動と

して人工知能セミナー・ワークショップを11回開催す

るとともに、NEDO プライベート展示会・ワークショ

ップやドイツでの展示会 CeBIT において成果の展示を

行った。ステージゲート評価を通過し、研究開発フェー

ズに進むこととなった。先導研究の成果について中間成

果報告会を実施した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］人工知能 

 

［研 究 題 目］植物等の生物を用いた高機能品生産技術

の開発／高生産性微生物創製に資する情

報解析システムの開発 

［研究代表者］油谷 幸代（創薬基盤研究部門） 

［研究担当者］油谷 幸代（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 化合物発酵生産株の育種においては、細胞内代謝の改

変が必要だが、同時に生産物を細胞外に排出するプロセ

スの強化も重要である。本研究開発では、ゲノム情報や

最新の質量分析技術を応用し、有用な化合物を菌体外に

排出する輸送体をハイスループットに探索するプラット

フォームの構築を目標とし、ハイスループットに化合物

排出輸送体を探索する技術開発を行っている。 

 細胞内輸送体タンパク質は機能解析の難しさから基質

の同定が困難であり、また既知の情報も限定的かつ散逸

している。そこで、第一にゲノム情報から輸送体タンパ

ク質と推定されるものを網羅的に検索したうえで、これ

らの候補遺伝子群について既知の情報を付加した輸送体

候補遺伝子群リストの整備を行っている。特に、平成

29年度はゲノム解読がなされている多数の生物のゲノ
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ム配列データから、目的化合物の排出に関連すると考え

られる遺伝子配列を探査して抽出してきた。具体的には、

選定された目的化合物産生微生物のゲノム情報を用い、

その全予測遺伝子配列から膜輸送に関連するドメイン検

索およびファミリー分類を行い、目的物質およびその類

縁物質の膜排出輸送に関わる可能性がある膜タンパク質

遺伝子群の抽出を行った。さらに、推定された遺伝子群

のそれぞれについて、KEGG, ChEBI, TransportDB お

よび TCDB などの文献情報を用いて化合物に関連する

情報を収集するとともに、目的物質生産時の遺伝子発現

データから推定した輸送体候補遺伝子群についてスコア

付けを行った。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］輸送体、膜排出輸送、ゲノム情報、遺伝

子発現 

 

［研 究 題 目］SIP（戦略的イノベーション創造プログ

ラム）／革新的設計生産技術 リアクテ

ィブ3D プリンタによるテーラーメイド

ラバー製品の設計生産と社会経済的な価

値共創に関する研究開発 

［研究代表者］持丸 正明（人間情報研究部門） 

［研究担当者］持丸 正明、多田 充徳、村井 昭彦 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

実環境におけるユーザのランニングパターンにもとづ

いたテーラーメイドシューズ選定システムの開発のため、

ランニング中にウェアラブルセンサによるランニング障

害リスクに関するパラメータを抽出するシステムを開発

した。 

ここでは、加速度・角速度を計測する IMU センサを

シューズに装着する。そして、実験室において計測され

るランニング障害リスクに関わるパラメータ（支持期時

間、接地パターン、衝撃荷重、プロネーション）と

IMU センサから得られるデータの相関を検証すること

により、ウェアラブルセンサによるランニング障害リス

クに関するパラメータの抽出を実現する。また、本シス

テムを実際の長距離走に適用し、上記パラメータが得ら

れることを確認した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］デジタルヒューマン、ランニング、障害

リスク、IMU センサ 

 

［研 究 題 目］戦略的イノベーション創造プログラム

（SIP）／重要インフラ等におけるサイ

バーセキュリティの確保／(b1)研究開

発技術の社会実装を促す適合性確認のあ

り方の研究開発 

［研究代表者］寳木 和夫（情報技術研究部門） 

［研究担当者］寳木 和夫、大崎 人士、半田 剣一、

坂根 広史、田口 研治、三科 雄介、

（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、有用なセキュリティ機能を速やかに社会実

装するための仕組みを設計するため、 (1) SBD

（Security by Design）を着実に推進するための基本を

構築する、(2) ゼロから作るのでなく、新旧混在系にお

けるセキュリティの確保を図る、(3) 我が国を取り巻く

状況を考慮したセキュリティ適合性確認の仕組みと社会

実装のあり方を調査、評価し、その実現のための環境整

備を行うことを目的としている。 

 研究計画としては、重要インフラシステムの制御ネッ

トワークや機器、および、その製造者を対象とし、セキ

ュリティ適合性を評価・認証するための妥当な制度のあ

り方を検討する。そのため、有用となる第三者認証の確

立と普及策を設計、試行する。第一者、第二者評価を支

援する評価ツールも併せて検討する。また、他プロジェ

クトの開発技術の活用とともに、大量のセキュリティ要

件を半自動的に分類し可視化する要求分析支援ツール、

効率的に分析ミスや見落としを低減するセキュリティ・

セーフティ可視化支援ツールの研究開発と概念検証によ

り有用性を示すこととした。 

 平成29年度は、国際会議5件（Black Hat USA, 

SafeComp 2017, Black Hat Europe, TEISS 2018, 

InfoSec 2018）、海外機関1件（UNIST）の往訪調査、

分析を実施した。要求分析プロセス支援ツール TACT

に機能を追加し、試適用により、自社用に作成したガイ

ドラインと外部基準との整合性の確認を行うこと、およ

び、多数の乱立するセキュリティ基準やガイドラインを

比較分析することを支援できる見通しを得た。また、既

知の攻撃事例を活用してセキュリティ・セーフティ設計

を支援する脅威分析ツールを検討し、その基本設計を行

なった。本ツールに関して、学会発表等3件を実施し、

特許1件を出願した。 

［領 域 名］情報・人間工学   

［キーワード］セキュリティ、サイバー攻撃、要求定義、

システム検証技術、適合性評価技術 

 

［研 究 題 目］未発生事故リスクの評価技術の開発 

［研究代表者］中田 亨（人工知能研究センター） 

［研究担当者］中田 亨（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目標は、大事故に至らなかったがそのリスク

があった重大事例（いわゆるヒヤリハット）の報告書の

情報をもとに、未発生ながら今後起こりえる事故の様態

を予測する技術を開発することにある。 

 研究計画は、まず、ヒヤリハット報告文に対して自然

言語処理を適用し、ヒヤリハットのシーンや起承転結が

抽出する技術を研究開発することを目指す。次に、開発

した技術を、実際の工場プラントでのヒヤリハット報告
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文の分析に適用し、ヒヤリハットの発生状況の傾向を整

理し、大事故につながる得るシナリオをシステムが検知

し、実際の運転員を啓発する。すなわち、ヒヤリハット

での各シーンにすいて、それらの間の共通性や前後関係、

因果関係を分析すれば、どのシーンの後に、どのような

シーンが起こりやすいかを定量的に評価することができ

る。このようにして、事故につながる事態の進展パター

ンの候補を推定することができる。その迫真性を評価す

るために現場の作業員等から意見を聞く。 

 平成29年度の進捗状況は、シーン抽出技術を開発さ

せる段階まで終えている。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］自然言語処理、安全工学、人間工学 

 

［研 究 題 目］革新型蓄電池実用化促進基盤技術開発 

［研究代表者］小林 弘典（電池技術研究部門） 

［研究担当者］小林 弘典、栄部 比夏里、妹尾 博、

竹内 友成、鹿野 昌弘、倉谷 健太郎、

奥村 豊旗、吉井 一記、 

マセセ タイタス、香山 正憲、 

田中 真悟、前田 泰、田口 昇、 

藤原 直子、五百蔵 勉、松井 啓太郎、

小金井 寿人、目代 英久、 

山内 恵理奈、田下 勝則、向井 裕二、

横田 秀則、太田 静生、森  正弘、 

竹内 靖、西田 泰博、名越 由彦、 

池田 裕司郎、堤 隆裕、中谷 芳雄、

阿座上 理恵、中村 亜希子、 

岡野 美紀、山田 薫、上谷 智英子、

吹谷 直美、八坂 美枝、辻川 直樹、

葛西 由香、土屋 真裕子（以上電池技

術研究部門）大谷 実、安藤 康伸、 

春山 潤、中野 藤之、池庄司 民夫 

（以上機能材料コンピュテーショナルデ

ザイン研究センター） 

濱本 孝一、島田 寛之、山口 祐貴 

（以上無機機能材料研究部門） 

（常勤職員20名、他28名） 

［研 究 内 容］ 

 本委託研究は研究開発項目「革新型蓄電池実用化促進

基盤技術開発（RISING2）」①「高度解析技術」②「革

新型蓄電池開発」について、車載用電池としての使用に

耐えうる500 Wh/kg のエネルギー密度を示す革新型蓄

電池の構築とその開発を支える高度解析技術の開発を目

指すものである。 

 今年度の成果は下記のとおりである。①高度解析技術

では、本委託研究で開発すべき革新型蓄電池の特性向上

において障壁となる因子を明らかにし、高性能化・高度

安定化に貢献可能な解析技術開発とその組み合わせの提

案を行うための検討を行った。まず電極材料表面の構造

変化の電位依存性について検討し、高電位で保護的に働

く皮膜の組成を把握した。同時に解析実験の理解を深め

る第一原理計算手法及び分子動力学手法によるシミュレ

ーションを行い、特に FeF3の初期の大きな構造変化に

関する知見を得た。さらに昨年度開発した電極／電解質

界面での電気化学反応の解析プログラムを革新型蓄電池

系に適用するための準備を進めた。②の革新型蓄電池開

発では、RISING にて見出した500 Wh/kg を見通せ300 

Wh/kg のエネルギー密度を有する電池を構築可能な水

系空気電池、ナノ界面制御電池（コンバージョン）と硫

化物電池について、要素技術の絞込みと実証用電池の構

築を開始した。水系空気電池では炭素の代わりに導電性

酸化物の Sb ドープ SnO2（ATO）または Sn ドープ

In2O3（ITO）を使用した非炭素系空気極について、ア

ニオン交換膜等の隔壁を用いずとも従来の炭素系空気極

に匹敵する初期性能を得ることに成功した。ナノ界面制

御電池（コンバージョン）では FeF3の劣化挙動を詳し

く解析し、劣化抑制のための酸化物との複合化、電解液

選定を行い、厚膜塗工電極を試作した。硫化物電池でも

劣化の改善に取り組み、Fe 系金属多硫化物材料では表

面被覆を、V 系金属多硫化物では充放電範囲の調整と電

解液の選定を行い、容量増加と充放電可逆性の向上を実

現し、V 系材料を用いて電池試作を開始した。 

［領 域 名］エネルギー・環境  

［キーワード］二次電池、リチウム電池、革新電池、正

極、負極、界面、自動車、コンバージョ

ン、硫黄、空気電池 

 

［研 究 題 目］水素利用技術研究開発事業／燃料電池自

動車及び水素ステーション用低コスト機

器・システム等に関する研究開発／水素

ステーションにおける水素計量管理方法

に関する研究開発 

［研究代表者］森岡 敏博（工学計測標準研究部門） 
［研究担当者］森岡 敏博、寺尾 吉哉 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、将来の FCV 及び水素供給インフラの普

及開始及び拡大に備え、水素計量方法や水素ディスペン

サーの評価方法の段階的な基準化・規格化のため、トレ

ーサビリティを確保した水素計量技術の開発と技術実証

を行う。本研究開発では、当研究グループが所有する気

体流量国家標準にトレーサブルなマスターメーター法に

よる校正装置の構築及び臨界ノズルの最適化を行うとと

もに、共同実施者と協力して「水素計量基準」案の策定

を目指す。 

 本年度は、マスターメーター法の基準となる臨界ノズ

ル式流量計について、高圧水素の実在気体効果を解明す

るため、低圧から高圧域（0.7 MPa～82 MPa）に渡る

特性評価を行った。特に、環境温度やガス温度の影響を
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解明するための試験を行った。また、国家標準からマス

ターメーターまでの水素流量に関する不確かさ評価を行

い、約0.3 %という結果が得られた。 

［領 域 名］計量標準総合センター 
［キーワード］水素、気体流量標準、燃料電池自動車、

水素ステーション、取引計量器 
 

［研 究 題 目］固体酸化物形燃料電池の耐久性迅速評価

方法に関する基礎研究 

［研究代表者］山地 克彦（省エネルギー研究部門） 

［研究担当者］山地 克彦、石山 智大、岸本 治夫、 

Katherine Bagarinao、堀田 照久、 

Jeffrey De Vero、Riyan Budiman、 

Shu-Sheng Liu、石塚 香、 

高橋 綾子（常勤職員5名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 これまで、平成17年度より平成19年度まで行われた

NEDO プロジェクト「固体酸化物形燃料電池システム

技術開発／信頼性向上に関する研究開発」をスタートと

して、平成20年度から平成24年度には「固体酸化物燃

料電池システム要素技術開発／耐久性・信頼性向上に関

する基礎研究」、さらに平成25年度からは、NEDO「固

体酸化物形燃料電池等実用化推進技術開発／固体酸化物

形燃料電池の耐久性迅速評価方法に関する基礎研究」に

参画、SOFC のスタック・モジュールメーカー及び民

間研究機関や大学と連携し、SOFC の耐久性向上に向

けた基礎研究を遂行してきた。弊所では熱力学解析をベ

ースに、二次イオン質量分析法やラマン分光分析法など

種々の分析技術を駆使し、SOFC 材料の信頼性を向上

させるべく、その劣化挙動の把握とメカニズムの解明に

取り組んでいる。現在のプロジェクトでは、10年間の

耐久性（劣化率0.1 %/1000 h）を早期に見通すことを目

標に、4つの課題、①中温筒状平板形の耐久性評価、②

業務用中温平板形の耐久性評価、③熱力学的解析による

劣化機構解明と加速要因分析、④耐久性迅速評価方法の

開発、に取り組んでいる。 

 ①中温筒状平板形の耐久性評価では、１）都市ガス燃

料用セルスタックと H28年度改良セルスタックについ

て耐久性を検討した。都市ガス燃料用セルスタックにつ

いて、4万時間超の長期運転を行ったセルスタックの解

体分析を実施、これまで明らかになった劣化挙動以外に

新たな劣化要因が生じていないことを確認した。H28年

度改良セルスタックについてはケミカルフィルター有り

の条件で昨年度に引き続き電中研にて連続運転試験を実

施、S 被毒に起因する特異的な劣化挙動は現れないこと

を確認して終了した。 

 ②業務用中温平板形の耐久性評価について、B 被毒低

減を狙った H29年度モデルについて、電中研にて耐久

試験と性能表示式解析、その後産総研や他の基盤機関に

て解体分析を実施した。その結果、9万時間耐久性能を

見通す為のセルスタックの改良実施項目として、ガスク

ロスリークの完全抑制による空気極側への S、Cr の不

純物蒸散抑制、及び、集電体構造の再設計による発電時

に生じるセル変形吸収、の2点が重要であると考えられ

た。 

 ③熱力学的解析による劣化機構解明と加速要因分析に

ついては、1）セルスタックの劣化挙動解析とまとめ、

2）劣化基礎データの収集、3）加速劣化試験法の検討

を実施した。劣化挙動解析とまとめにおいては、電中研

試験におけるケミカルフィルターの設置による空気極の

S 被毒低減効果が共通的に確認された。基礎データの収

集については、LSCF/GDC/YSZ モデル界面における高

抵抗層の発現の有無など劣化解析に必要なデータを収集

した。加速劣化試験法については、被毒のメカニズムを

理解するためのデータの収集を進め、Sr の拡散現象を

ベースにした劣化挙動の解釈をまとめた。 

④耐久性迅速評価方法の開発については、東北大と連

携、実測のボタンセル試験で観察された現象を明瞭にシ

ミュレーションすることに成功した。また、電子伝導度

の増加現象の温度依存性を加味した電導度低下計算のた

めの式、相変態の進行度を考慮に入れより定量性良く伝

導度低下量を把握するための式、を新たに構築した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］燃料電池、固体酸化物形燃料電池、 

SOFC、耐久性、信頼性 

 

［研 究 題 目］次世代スマートデバイス開発プロジェク

ト／車載用障害物センシングデバイスの

開発 

［研究代表者］青柳 昌宏、菊地 克弥 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］菊地 克弥、昌原 明植、高橋 健司、

藤野 真久、入沢 寿史、渡辺 直也、

馮 ウェイ、青柳 昌宏、荒賀 佑樹、

林 瑛瑛、島本 晴夫、浮田 茂也、 

馬 莱娜、橋野 健、藤井 裕美 

（常勤職員8名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、昼夜問わず20 m 以上先の歩行者等多数

の障害物の位置と距離を同時にリアルタイムで測定でき

るセンシングデバイス及び3次元集積実装技術といった

省スペース化と高速信号伝送特性を併せ持つ車載品質の

デバイスの小型化技術を株式会社デンソー、ラピスセミ

コンダクタ株式会社とともに共同で開発する。 

 平成29年度は、想定する車載用センシングデバイス

のために、3次元集積実装システムからの要求仕様（電

気、熱、応力）に応じた、積層チップを含む3次元積層

構造全体に関する解析評価技術の開発を進めた。特に3

次元集積実装技術のキーテクノロジーであるシリコン基

板の縦方向配線であるシリコン貫通電極（TSV）から
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の応力・熱の連成解析評価技術を構築し、新規 TSV 構

造の熱応力解析評価を行い、新規 TSV 構造における材

料・プロセスの最適化に向けた解析評価を進めた。ま

た、顕微レーザーラマン分光測定装置を導入し、実測と

解析の比較検証を進めた。また、TSV の実用化に向け

た設計指針を得るための PDK TEG のプロセス技術の

構築を行い、3次元集積実装構造の設計指針を導出した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］車載用センシングデバイス、三次元 LSI

集積実装技術、省スペース化・小型化、

シリコン貫通電極（TSV） 

 

［研 究 題 目］風力発電高度実用化研究開発／スマート

メンテナンス技術研究開発（分析）（リ

スク解析等） 

［研究代表者］村川 正宏（人工知能研究センター） 

［研究担当者］村川 正宏、緒方 淳、岩田 昌也（人

工知能研究センター）、小垣 哲也、 

阿部 裕幸、川端 浩和（再生可能エネ

ルギー研究センター） 

（常勤職員6名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究開発は、風車の不適切なメンテナンスや技術欠

落を原因とする風車の稼働率低下（設備利用率の低下）、

故障の増加や風車の停止時間の増大といった課題の解決

を目的とする。このために、目標稼働率95 %を達成可

能なメンテナンス技術を開発し、風力発電事業で適切に

活用されるためのメンテナンスチェックリスト、保険や

O&M（運転管理・保守点検）認証への適用性検討など

実効的なスキームを検討する。体制としては、プロジェ

クトリーダーである東京大学、助成事業に参画する企業

群と連携して研究開発を遂行し、産総研は、各種要素部

品の状態監視システム CMS（Condition Monitoring 

System）の活用と、関係するセンサデータからの故障

検知技術の開発を分担する。 

 5年計画の4年目となる平成28年度は、当事業でこれ

まで進めてきた国内実機風車データ解析（異常検知）の

実施・検証を継続するとともに、実機故障ギアボックス

のベンチ試験のデータ計測並びに解析実験を行った。実

機故障ギアボックスベンチ試験では、従来の診断アプロ

ーチでは異常（損傷状態）の検知が困難な振動データに

対して、当委託事業で開発を進めてきた人工知能アプロ

ーチ（独自特徴量＋機械学習）により異常検知が可能で

ある見通しを得た。また、風車実運用との連携・協調に

よる異常検知技術の高度化に係る研究開発を進めた。具

体的には、CMS 異常検知結果の提示インタフェース、

運用者による異常検知結果検証機能等、風車実運用の中

で異常検知技術を効率的かつ効果的に利用できるシステ

ムのプロトタイプを開発した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］風力発電、メンテナンス、異常予兆検知、

データ解析、機械学習 

 

［研 究 題 目］有機ケイ素機能性化学品製造プロセス技

術開発 

［研究代表者］佐藤 一彦 

（触媒化学融合研究センター） 

［研究担当者］佐藤 一彦、深谷 訓久、島田 茂、 

浅川 真澄、藤谷 忠博、田村 正則、

清水 政男、中島 裕美子、 

五十嵐 正安、松本 和弘、田中 真司、

永縄 友規、佐藤 靖、別部 輝生、 

江口 勝哉、石原 吉満、崔 準哲、 

中村 功、韓 立彪、山下 浩、 

遠藤 明、片岡 祥、上村 佳大、 

崔 隆基、清水 禎樹、Nguen Thuy、

福島 基夫（常勤職員27名、他25名） 

［研 究 内 容］ 

 シリコーンに代表される有機ケイ素材料は、耐熱性、

耐候性、耐光性、高光透過性、耐寒性、離型性等の様々

な優れた特性を有しており、他の材料では代替できない

材料として極めて広範な分野において利用されている。

しかし、有機ケイ素原料の製造は、高エネルギー消費プ

ロセスであり、また、有機材料に比べ、触媒技術の開発

が大きく遅れており、有機ケイ素材料の性能向上、新機

能発現、コストダウンに大きな余地を残している。そこ

で、本研究開発では、①砂から有機ケイ素原料を低エネ

ルギー低コストで製造する触媒技術、②有機ケイ素原料

から高機能有機ケイ素部材を製造する触媒技術の2つの

研究課題に取り組むことにより、有機ケイ素材料の性能

向上、新機能発現とともにコストダウンを達成すること

を目的としている。 

 平成29年度は、砂等の原料から金属ケイ素を経由せ

ずにアルコキシシランを製造する触媒技術に関して、反

応のスケールアップに取り組むとともに、開発した技術

について、現行の工業的製造方法に対する省エネルギー

性や二酸化炭素排出削減効果などを定量的に評価した。

また、固体触媒を用いたアルコキシシランのアルキルシ

ランへの変換についても検討を継続した。高機能有機ケ

イ素部材を製造する触媒技術のうち、ケイ素−炭素結合

を形成する触媒技術に関しては、工業的に有用性の高い

基質の選択的な合成に有効な触媒を見出した。ケイ素−

酸素結合を形成する触媒技術に関しては、構造制御され

分子量分散度の小さいシロキサン高分子を選択的に合成可

能な触媒を開発した。また、ケイ素−ケイ素結合形成技術

に関しては、高次シランの製造に有効な触媒について触

媒寿命の評価の検討を継続して行った。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］ケイ素、触媒、シリコン、シリコーン、

機能性材料 
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［研 究 題 目］インフラ維持管理･更新等の社会課題対

応システム開発プロジェクト／イメージ

ング技術を用いたインフラ状態モニタリ

ングシステム開発／道路構造物ひび割れ

モニタリングシステムの研究開発 

［研究代表者］永見 武司（知能システム研究部門） 

［研究担当者］永見 武司、増田 健、小林 匠、 

佐々木 久之、熊谷 進 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 道路構造物における重要な点検項目であるコンクリー

トのひび割れについて、その定量的把握および経過観察

を精密かつ効率的に行うための自動検出技術およびモニ

タリングシステムの実現を目的としている。このため、

点検対象である床版、橋台、橋脚、トンネル、道路、付

帯構造物に対し、幅0.2 mm 以上のひび割れを80 %以上

の確率で検出するひび割れ自動検出技術、パノラマ合成

技術、経年変化検出技術等の要素技術を開発し、これを

実装したモニタリングシステムを平成28年度末までに

稼働させ、その後2年間の実証評価を行うこととしてい

る。本年度は、画像データをもとにひび割れを自動で検

出する技術について特徴抽出および判別処理部分の改良

を行い、床版、橋台、トンネルを対象にした評価実験で

82.4 %の検出精度を得た。この技術を Web ブラウザか

ら簡単に利用可能なシステムとして実装し、インターネ

ット上で試験公開した。また、パノラマ合成技術につい

て、点検事業者から点検資料として十分な品質との評価

を得た昨年度開発した技術に、一般的な利用者が利用し

やすいようにグラフィカルユーザーインタフェースを追

加開発し、実装した。経年変化検出技術では、点検年度

の違うひび割れどうしの詳細な形状を比較するする手法

を開発し、異なる部分を抽出する方法について検討した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］インフラ点検、人工知能、画像処理 

 

［研 究 題 目］インフラ維持管理・更新等の社会課題対

応システム開発プロジェクト／インフラ

維持管理用ロボット技術・非破壊検査装

置開発／超小型 X 線及び中性子センサを

用いたインフラ維持管理用非破壊検査装

置開発 

［研究代表者］鈴木 良一（分析計測標準研究部門） 

［研究担当者］鈴木 良一、加藤 英俊、藤原 健 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 高度成長期に整備された社会インフラ及び産業インフ

ラを適切に維持管理するには、その健全性を効率的に検

査し対策をとることが必要である。X 線は、検査対象物

を透過させて対象物を壊すことなく内部の様子を調べる

ことができることから各種検査に使われている。また、

中性子は水分等に対する散乱・吸収等の相互作用が大き

く、インフラ構造物の腐食に関係する水分の有無を非破

壊で調べることができる。本研究では、これらの検査装

置を小型化・軽量化して非破壊検査装置をロボットに搭

載することにより効率的なインフラ維持管理を実現する

ことを目指している。 

 この研究では、X 線及び中性子水分計測の応用として、

化学プラント配管検査用非破壊検査システムの開発を行

っている。本年度は、中性子水分センサ搭載配管検査ロ

ボットの安全性を高めるために脱落防止機構の付加など

の改良を行うとともに、X 線非破壊検査ロボットに X

線検査装置を搭載して、モデル配管の肉厚計測を実施し、

肉厚検査精度の検証実験を行った。その結果、保温材付

の状態で0.3 mm 程度の精度で配管の肉厚検査ができる

ことを確認した。また、低リーク型フラットパネル X

線2次元検出器の有感面積を26 cm×35 cm に拡大した

パネルの試作を行い、高感度の X 線像撮影が可能であ

ることを確認した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］カーボンナノ構造体、X 線源、インフラ

診断、プラント保温材付き配管、非破壊

検査、X 線イメージセンサ 

 

［研 究 題 目］地下水を利活用した高効率地中熱利用シ

ステムの開発とその普及を目的としたポ

テンシャルマップの高度化 

［研究代表者］内田 洋平（再生可能エネルギー研究セ

ンター） 

［研究担当者］内田 洋平、シュレスタ ガウラブ、 

石原 武志、吉岡 真弓、金子 翔平 

（常勤職員4名、RA1名） 

［研 究 内 容］ 

 従来の地中熱研究の中で構築されたポテンシャルマッ

プにおいては、熱応答試験による有効熱伝導率の測定や

現地で得られた地質サンプルの熱物性計測などによる十

分な検証が行われた例はほとんど見られない。本研究テ

ーマでは、現地データに基づく地中熱ポテンシャルマッ

プの高度化を目的として研究を実施している。 

 H29年度は、オールコアボーリングによる試料採取

（深度約50 m）および熱物性データの計測を山形県山

形市と石川県金沢市の2ヶ所で実施した。また、昨年度、

宮城県仙台市で実施した地質試料採取後のボーリング孔

においても、熱物性計測を実施した。現地における熱物

性データの計測については、オールコアボーリング地点

において、コア採取後、ボーリング孔を熱交換井仕上げ

し、熱応答試験および光ファイバ温度センサーを用いた

TCP（熱伝導率鉛直プロファイル）測定を実施した。

熱応答試験結果より、有効熱伝導率は仙台市：1.52 W/

（m・K）、金沢市:1.22 W/（m・K）、山形市:1.78 W/

（m・K）の結果がそれぞれ得られた。しかしながら、
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金沢市と山形市においては、冬季の消雪のために周囲で

地下水を揚水しており、この揚水に伴う人工的な地下水

流動による熱移流の影響が試験結果には明確に現れてい

た。H30年度に、揚水の影響がない春季～夏季にかけて、

再度、熱応答試験を実施する予定である。 

 また、3次元地下水流動・熱輸送モデルを利用し、山

形盆地におけるオープンループシステムのポテンシャル

評価のために、地下水流速や揚水・還元の可能性等に基

づく感度解析を実施した。また、宮城県仙台市内のポテ

ンシャル評価を実施するため、仙台平野全域を含めた地

下水流動・熱輸送に関する概要モデルを構築した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］地中熱、シミュレーション、地中熱ポテ

ンシャル、熱応答試験 

 

［研 究 題 目］温泉と共生した地熱発電のための簡易遠

隔温泉モニタリング装置の研究開発 

［研究代表者］浅沼 宏（再生可能エネルギー研究セン

ター） 

［研究担当者］浅沼 宏、最首 花恵、柳澤 教雄 

桑名 栄司、大月 文恵 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 温泉と地熱発電の共生を実現するためには、正確な温

泉データを連続的に取得し、その解析に基づき、地熱発

電が温泉へ与える影響を評価することが重要である。本

事業では温泉の基本的な情報である温度、流量、電気伝

導度等を連続モニタリング可能なシステムの実現を目指

し、地熱エンジニアリング株式会社、横河電機株式会社

と共同し、4年間の研究期間で研究開発を実施している。

本システムはセンサ、制御装置、記録装置、通信装置等

が一体となった構造を有しており、温泉配管の途中に取

り付けることにより、1分間に一度の頻度でデータを取

得し、インターネット上のサーバーへ転送する機能を有

している。 

 研究開発の最終年度である本年度は、モニタリング装

置のプロトタイプ器を開発し、その評価および改良を通

じて、実際の温泉地で使用可能な実証試験器を製作し、

国内地熱・温泉地域10カ所で最大約1年半の実証試験を

前年度から継続して行った。さらに、そこで得られた現

地での性能や課題を検討・改良し、ほぼそのままの形で

実用可能な実用モデルを製作し、当初の達成目標を満た

すシステムを実現した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］温泉モニタリング、地熱発電、社会合意

形成 

 

［研 究 題 目］地熱発電プラントのリスク評価･対策手

法の研究開発（スケール／腐食等予測･

対策管理） 

［研究代表者］柳澤 教雄（再生可能エネルギー研究セ

ンター） 

［研究担当者］柳澤 教雄、増田 善雄、原 淳子、 

古澤 みどり（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、既存の地熱材料腐食データの整備や現地

試験での検証を通して、地熱発電プラントにおける材料

腐食やスケールなどのリスクを事前に予測するシステム

を構築することを目標としている。産総研では、既存デ

ータの整備と現地試験による検証を担当した。 

 研究開発の最終年度である本年度は、材料腐食速度の

pH 依存性を検証するために、葛根田地熱発電所内の熱

水配管に材料腐食試験用のループ配管を接続し、酸添加

による pH 調整試験を行った。pH 調整による腐食速度

の変化は、既存の材料腐食予測式から計算される変化と

ほぼ一致した。また、同試験において試験中の熱水の化

学分析、試験後の試料表面の顕微鏡観察、化学分析を行

った。その結果、pH が低い試験では、特に炭素鋼の材

料表面にアンチモン等が析出する傾向が見られた 

 また、二相流配管による材料腐食速度については、同

一温度、pH において、熱水単相条件での室内腐食試験

を実施し、二相流との差異を検証した。その結果、二相

流配管の気液体積比をファクターに加えることで、計算

値と実測値の差は1.5倍以内となった。 

 これらの試験により、材料腐食リスク評価に組み込む

材料腐食予測式の検証を行った。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］地熱発電、材料腐食、スケール 

 

［研 究 題 目］SIP（戦略的イノベーション創造プログ

ラム）／次世代パワーエレクトロニクス

／SiC に関する拠点型共通基盤技術開発

／SiC 次世代パワーエレクトロニクスの

統合的研究開発 

［研究代表者］奥村 元（先進パワーエレクトロニクス

研究センター） 

［研究担当者］奥村 元、山口 浩、加藤 智久、 

米澤 喜幸（常勤職員24名） 

［研 究 内 容］ 

 本開発テーマでは、SiC パワーエレクトロニクスの普

及と適用先拡大を目指した次世代技術として、①エピ成

長やウェハ加工をも含めて革新的手法を取り入れた次世

代 SiC ウェハ（基板）作製技術、②低損失性･高耐圧性

をより向上させる新規構造／プロセスを取り入れた次世

代 SiC デバイス作製技術、③高電流密度デバイスを搭

載したうえで小型軽量化と信頼性評価法確立を目指す次

世代 SiC モジュール作製技術を対象に、一貫した統合

的研究開発を当該分野における産学官の有力研究機関の

研究者を結集し、産総研を中核拠点として、産総研に設

置された TIA（Tsukuba Innovation Arena）のパワー
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エレクトロニクス拠点を活用すると共に、京大・電中

研・阪大産研・東大のサブ拠点および共同実施大学、企

業との緊密な連携のもと推進している。 

平成29年度は SIP 実施5年間の4年目として、上記①

～③の研究開発と酸化膜信頼性基盤研究および出口調査

を推進し、以下の成果を得た。 

①次世代 SiC ウェハ作製技術では、前期3年間で培っ

た技術を基に、②次世代 SiC デバイスに必要な仕様を

満たす新規な高品質ウェハ技術開発を、②と連携して進

めた。具体的には、ウェハのさらなる高品質化としてバ

ルクウェハの転位抑制とエピウェハによるデバイス劣化

抑制、及びエピ活性層におけるライフタイム制御範囲の

拡大に重点的に取り組んだ。 

バルクウェハの転位抑制では、低抵抗8 mΩcm（最

終目標5 mΩcm）かつ低転位密度 BPD<300 cm-2（最終

目標<100 cm-2）を両立した3インチ n 型 SiC バルクウ

ェハを開発した。また、p 型バルクウェハにおいて、デ

バイス仕様を満たす比抵抗300-500 mΩcm を維持しな

がら、基底面転位密度 BPD<950 cm-2を達成し、更なる

高品質化（最終目標；BPD<100 cm-2）を進めている。 

エピウェハによるデバイス劣化抑制では、昨年度まで

に開発したホール注入時のデバイス特性劣化を抑制する

再結合促進層技術に加え、平成29年度は、IGBT におけ

る電子注入時の順方向特性劣化を抑制する技術として、

ライフタイム30 nsec 以下の p 型再結合促進層を Al-B

コドープを用いて安定に作製する技術を開発した。デバ

イス劣化の完全な抑制の為には、上記再結合促進層技術

に加えて、もともとのエピウェハ自体の高品質化、すな

わちキラー欠陥、特に貫通基底面転位を低減する厚エピ

技術の開発が不可欠である。エピ成長パラメータと成長

モードの詳細な研究により、270 m 厚で、エピ膜中の

貫通基底面転位密度＜0.1 cm-2、キラー欠陥密度＜0.4～

0.5 cm-2と最終目標と同等の値を達成した。 

エピ活性層におけるライフタイム制御範囲の拡大では、

安定して長ライフタイムを実現するのに必要な不純物濃

度範囲を見い出し（Al+B 濃度＜3×1013 cm-3）、27 s

～最大68 s の長ライフタイムを実現した。 

上記の重点課題の達成に加え、最終年度での内製低抵

抗 p 型基板を用いたデバイス作製に向け、低抵抗（高

不純物濃度）p 型基板上の厚膜エピにおいて、基板から

のオートドーピングの影響を受けずに、20 kV 耐圧に必

要な低キャリア濃度制御が可能であることを確認した。 

②次世代 SiC デバイス作製技術では、新構造ユニポ

ーラデバイス（SJ：Super Junction Device）開発にお

いて、実測と合わせ込んだシミュレーションを用いて耐

圧設計した SJ 構造に対して、抵抗評価 TEG を作製し、

オン特性を評価した。その結果、最新の通常構造 SiC-

MOS に対して、オン抵抗を64 %低減＠175 ℃できる見

通しを得た。最終年度における、耐圧、オン抵抗、SW

特性の両立へ向けて、現在、p 型ピラー濃度制御による

チャージバランスの最適化と終端部耐圧構造の最適化を

行っている。なお、特殊な表面凹凸構造を有する SJ ウ

ェハの加工では、①の次世代 SiC ウェハ作製技術にお

いて、高加工精度と低加工ダメージの仕様を満たす加工

条件のレセピー化を行った。 

バイポーラデバイス開発においては、13-20 kV SiC-

IGBT と PiN ダイオードを組合せて、6.5 kV Si-IGBT

の2-3直列に対して、導通損、SW 損が1/2以下を実証す

る最終目標を目指し、平成29年度は、IGBT においてマ

ージンを持った20 kV 以上の耐圧確保、PiN ダイオード

において微分オン抵抗60 mΩcm2以下の達成に取り組ん

だ。先ず、パラメータを独自に高精度化したシミュレー

ション技術を開発・適用することで、デバイス特性改善

指針を得た。次に、この指針を基に、必要な要素技術と

して、周辺耐圧構造の最適化とマージン確保、エピアノ

ード構造作製技術の開発、電極の改良、炭素イオン注入

による厚エピ膜のライフタイムエンハンスメント技術の

開発を行った。それらを総合した結果、IGBT では、耐

圧24 kV を達成し、PiN ダイオードでは、耐圧29.6 kV

（世界最高）で微分オン抵抗50 mΩcm2以下を達成した。

平成29年度目標は達成したが、IGBT の順方向動作は、

理想的な導電率変調に対し、未だ改善の余地があり継続

して開発中である。合せて、導通損と SW 損を両立す

るライフタイム分布の最適化を進めている。 

SiC デバイス実用化の最大の障害である順方向劣化問

題の解決に向けては、①次世代 SiC ウェハ作製技術と

連携して再結合促進層開発を行うと共に、限界特性の把

握、実用化を見据えたスクリーニング技術の開発に取り

組んだ結果、4.4 kA/cm2の大電流（③次世代 SiC モジ

ュール作製技術で掲げる最大チップ電流密度の4倍）に

おいて、劣化を抑制することに成功した。更に、劣化現

象のモデル化に取り組み、ホールと空乏層の影響を取り

入れてエネルギー利得を求めその増減で、積層欠陥の拡

張／縮小の臨界現象を説明できることを示した。 

③次世代 SiC モジュール作製技術では、昨年度まで

の要素技術開発から決定した基本モジュール構造に対し

て、平成29年度から、劣化機構解明・加速試験条件明

確化のための長期信頼性試験を始めるに当って、基本モ

ジュールの性能ばらつき抑制に取組んだ。接合強度制御

等の工程改良、電極材変更等の高耐熱部品改良（産総

研・構造材料研究部門、先進コーティング技術研究セン

ターとの連携開発）、ZnAl ハンダ接合形成の工程改良

等を行い、所望の性能を達成した。 

更に、モジュールに関連した SIP 内の他のテーマと

連携した開発として、芝浦工大での機電一体型応用テー

マに、当テーマで開発したモジュールを用いた変換器の

提供を行い、接続試験を実施してゲート信号の伝達、デ

ッドタイム確保等、問題がないことを確認した。更に、

九州早稲田大での実装テーマとは、評価技術に関する知

見提供や試験条件の共通化検討を行った。 
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高耐熱部品成果の早期実用化を目指し、抜熱性能と機

械的強度を両立した高熱伝導窒化ケイ素薄板基板（130 

W/[m･K]級、構造材料研究部門中心に開発）に関して、

参画企業と共に製品化の準備を進めている。また、現プ

ロジェクトで得た加速劣化試験などの方法・試験条件の

国際標準化可能性の予備的検討を開始した。 

上記①～③の研究開発推進に当っては、これまで同様、

相互の連携や SIP 内他テーマとの連携を重視した。連

携の具体的成果は、既に①～③の中で述べた通りである

が、他の重要な取組みとして、プロジェクト発足当初か

ら酸化膜信頼性基盤研究を行っている。 

これは、信頼性を支えるもう一つの基盤である SiC／

酸化膜界面の安定化確保の課題に対し、当プロジェクト

内外の関係機関との一体的運営で、移動度制限要因の解

明を行うものである。平成29年度は、昨年度開発した

Hall 測定と split-CV 測定を組合せて可動キャリア数と

移動度を分離解析する手法を用い、物理分析を併用して、

濃度、面方位、プロセスによる差異の体系的な評価を行

った。その結果、窒化が界面準位不活性化とキャリア散

乱へ与える影響を明らかにする等の成果を得た。 

出口へ向けた活動では、産総研研究者と参画企業の技

術マネージャー及び有識者で構成された SIP 応用技術

調査委員会による動向調査を継続実施した。最終年度へ

向け、SiC パワエレを世の中に役立てるために残った課

題は何かと言う視点でまとめるべく、準備を開始した。 

［領 域 名］環境・エネルギー 

［キーワード］SiC、ウェハ、デバイス、SJ、IGBT、

モジュール、耐圧、電流密度 

 

［研 究 題 目］SIP（戦略的イノベーション創造プログ

ラム）／次世代パワーエレクトロニク

ス／SiC に関する拠点型共通基盤技術開

発／SiC 次世代パワーエレクトロニクス

の統合的研究開発／③次世代 SiC モジ

ュールの技術開発（高耐熱部品技術開

発） 

［研究代表者］平尾 喜代司（構造材料研究部門） 

［研究担当者］平尾 喜代司、日向 秀樹、宮崎 広行、 

周 游（構造材料研究部門）、 

伊豆 典哉（無機機能材料研究部門） 

土屋 哲男、中島 智彦、鈴木 宗泰、

相馬 貢（先進コーティング技術研究セ

ンター）（常勤職員9名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究開発では、プロジェクト参加機関及び産総研・

先進パワーエレクトロニクス研究センターとの緊密な連

携のもと、1.2 kV 級 SiC チップを利用した高チップ電

流密度モジュール用部品として、高い耐久性（－40～

250 ℃の温度サイクル1000回以上、耐熱性250 ℃）と

優れた電気特性を有するセラミック回路基板（中部セン

ター：構造材料及び無機機能材料研究部門）、高い耐久

性と小さい電気特性変動、高い周波数特性をもつ高耐熱

受動部品（先進コーティング技術研究センター）の開発

を目指している。産総研は、過酷環境下でのモジュール

部品の劣化・損傷機構の解明及び解析結果に基づく部品

の設計指針の構築、並びに加速劣化試験法の開発を担っ

ている。 

 セラミック回路基板については、これまでに解明した

温度サイクル下での回路基板の劣化・損傷メカニズムに

基づき、セラミックス基板の強度、破壊靱性をパラメー

タとしたメタライズ基板の耐温度サイクル性を示す指標

を提示した。さらに、耐温度サイクル性に関する加速劣

化試験としての動的疲労試験の精度を向上させた。抵抗

器に関しては、高温環境下での部品の劣化が水蒸気の影

響であることを明らかにするとともに、本知見に基づき

加速試験の条件を確定した。また、コンデンサの高温で

の加速劣化試験に関して、温度、電圧をパラメータとし

た試験に着手した。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］高耐熱部品、窒化ケイ素、メタライズ基

板、回路基板、受動部品、抵抗器、コ

ンデンサ、加速劣化試験 

 

［研 究 題 目］SIP（戦略的イノベーション創造プログ

ラム）／次世代パワーエレクトロニクス

／GaN に関する拠点型共通基盤技術開

発／GaN 縦型パワーデバイスの基盤技

術開発 

［研究代表者］清水 三聡（先進パワーエレクトロニク

ス研究センター） 

［研究担当者］山田 永、山田 寿一、清水 三聡、 

井手 利英、沈 旭強、中島 昭 

（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

 GaN の絶縁破壊電界は3.3程度あり、SiC の絶縁破壊

電界の2.5と比較すると2～3割程度大きい。縦型パワー

デバイスにした場合に単位面積当たりの素子抵抗が絶縁

破壊電界の3乗分の1に比例する。よって SiC の場合に

比較して単位面積当たりの素子抵抗は半分程度にするこ

とが可能なため縦型デバイスの研究開発が行なわれてい

る。しかしイオン注入が困難であり、特に Mg のイオン

注入では活性化率が低い。また、縦型デバイスの実現に

必要なドーピングの制御技術が確立されておらず、具体

的には、1立方 cm 当たりのドーピング濃度を16乗台で

制御するエピ結晶成長技術の開発が必要となる。そのた

め当グループでは、ダイオード等の縦型デバイスで必要

となるエピ成長技術の開発を行なっている。 

 エピ技術開発で必要なのは、MOCVD 成長における

不純物の混入を防ぐことである。MOCVD 法では石英

などの部材を用いているため、この部材からシリコンや
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酸素がエピ中に混入するのが問題となる。 

 平成29年度は、m 面上の高純度のエピの特性を調べ

た。また、デバイス開発担当の富士電機などへ高純度エ

ピ基板を供給し、デバイス動作を確認した。 

［領 域 名］環境・エネルギー 

［キーワード］縦型パワーデバイス、GaN 単結晶 

 

［研 究 題 目］SIP（戦略的イノベーション創造プログ

ラム）／次世代パワーエレクトロニクス

／将来のパワーエレクトロニクスを支え

る基盤研究開発／ダイヤモンドパワーエ

レクトロニクス基盤技術開発 

［研究代表者］牧野 俊晴（先進パワーエレクトロニク

ス研究センター） 

［研究担当者］牧野 俊晴、小倉 政彦、加藤 宙光、

加藤 有香子、竹内 大輔、山崎 聡 

（常勤職員5名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、ダイヤモンドを用いたパワーデバイスの

実現、検証を可能とする低欠陥、低抵抗のウエハ作製技

術を開発することで、ダイヤモンドのパワーデバイスと

しての有用性、他材料との使い分けを明確化し、世界に

先がけたダイヤモンド半導体の実用化に向けた環境づく

りを行うことを目的とする。また、ダイヤモンド半導体

のパワーデバイスへの展開を可能とするために必要とな

るダイヤモンド結晶成長技術の高度化を実現し、デバイ

スプロトタイプ試作により、ダイヤモンドパワーデバイ

スのコアコンピタンスを実証することを目的とする。本

研究（E035）は後者の研究を中心に実施し、前者は

E001にて実施している。 

 本年度は、T-CAD シミュレーションにより電界集中

緩和構造を有した pin 接合構造を設計し、これを基に

pin ダイオードを試作した。試作プロセスにおいては、

ドライエッチングによるメサ構造形成時にエッチング表

面にダメージ層が残留することを避けるため、選択成長

技術を適用した。その結果、電界集中緩和構造を有さな

い従来の pin ダイオードでは逆バイアス印加時の耐圧は

300 V であったが、新規 pin ダイオードでは700 V が得

られた。また、T-CAD シミュレーションによる逆バイ

アス印加時の電界分布解析から、設計通りにメサ構造端

で電界集中は起こっていないことを実証した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］ダイヤモンド、絶縁破壊電界、pin ダイ

オード 

 

［研 究 題 目］SIP（戦略的イノベーション創造プログ

ラム）／インフラ維持管理・更新・マネ

ジメント技術／点検・診断技術の実用化

に向けた研究開発／学習型打音解析技術

の研究開発 

［研究代表者］村川 正宏（人工知能研究センター） 

［研究担当者］村川 正宏、河西 勇二、高橋 栄一、

岩田 昌也、緒方 淳、鈴木 綾子、 

叶 嘉星（人工知能研究センター）、 

蔵田 武志、大隈 隆史、張 慶春、 

一刈 良介（人間情報研究部門） 

（常勤職員7名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 インフラ老朽化に伴い急激に増加する点検作業に対し、

点検員の技術に左右されず正確に損傷の検出が可能な打

音検査技術の開発を目的とする。産総研が有する学習型

の音響解析技術を核として、打音装置および打音解析シ

ステムを開発する。打音装置は、株式会社テクニーが担

当し、首都高技術株式会社および東日本高速道路株式会

社東北支社が実構造物における打音収集を分担する。こ

の実データに基づき、開発した打音解析システムの実証

評価を共同提案者4者で行い、高性能化と実運用性を高

めたシステム開発を行う。 

 4年計画の3年目となる平成28年度は、打音解析手法

の研究においては、教師有り学習手法の開発を行った。

特に、クラスタリング手法を用いることで熟練者による

ラベル付けのコストを大幅に減らす手法を開発した。 

 打音解析システムにおいては、昨年度開発した打音解

析サーバ上に、これまで開発した教師なし学習手法のう

ち最も性能のよい手法を実装した。また、これまで開発

してきた打音解析結果を打音収集端末（タブレット）上

で AR 表示できるシステムと連携動作するようにした。

この結果、打音装置で収集した打音データを自動的に解

析サーバに送信して解析後、その結果をタブレットにダ

ウンロードし、オンサイトで作業者が確認することが可

能となった。また、壁面検査向けに点検ハンマの位置取

得システムの開発も行い、人手によるハンマの打撃位置

を簡便に取得できるようになった。 

 性能評価においては、プロジェクトメンバーである首

都高技術、NEXCO 東日本、テクニーと共同で、実構造

物において打音取得実験を継続して行い、開発手法を用

いて取得データを解析し、その結果を打音装置開発にフ

ィードバックし、装置の改良を進めた。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］コンクリート構造物、異常検知、打音解

析、機械学習、拡張現実感技術 

 

［研 究 題 目］SIP（戦略的イノベーション創造プログ

ラム）／インフラ維持管理・更新・マネ

ジメント技術／維持管理ロボット・災害

対応ロボットの開発／橋梁・トンネル点

検用打音検査飛行ロボットシステムの研

究開発    

［研究代表者］岩田 拡也（知能システム研究部門） 

［研究担当者］岩田 拡也（常勤職員1名） 
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［研 究 内 容］ 

 本研究開発では、小型軽量のマルチロータヘリを飛行

ロボットのプラットフォームとして､そこに打検機、目

視用光学センサ等を搭載することにより､作業車などの

大型設備を使用せずにインフラ内高所の壁面状況のモニ

タを実現し､収集した打音情報・画像情報をデータベー

ス化し､その変化･変状についての把握を容易とする情報

処理システムを実現することを目標としている｡実際の

トンネル定期点検時の交通規制の多くは片側交互通行規

制であり、片側2車線のうち1車線を規制して点検を行

い、他の1車線では交通を通す方式であるため、飛行ロ

ボットを使用した点検は、道路上の作業となることから

「建設工事公衆災害防止対策要綱土木工事編（建設省事

務次官通達：平成5年1月12日）」により、一般交通への

危険及び渋滞の防止、歩行者の安全等を図るための交通

の処理方法について検討し、道路管理者及び所轄警察署

長の指示するところに従い、必要な対策を講じることと

なる。産総研では、この必要な対策として、航空の安全

3原則である（1）機体の安全（2）操縦の安全（3）運

航体制・運航環境の安全、の観点に基づき、安全対策技

術を開発している。具体的には、（1）としては、マル

チローター型飛行ロボットの衝突安全技術、（2）とし

ては、操縦補助用リードシステム、（3）としては、風

は通すが飛行ロボットは通さない安全ネットの開発を行

っている。平成29年度は、（1）ではクラッシャブルセ

ーフティー用の炭素繊維複合発泡材料の開発と強度試験

を実施した。（2）に関しては、ドローンの操縦に支障

をきたす騒音の騒音計測試験法の開発と、低騒音プロペ

ラの開発を実施した。（3）に関しては、前年度のシス

テムをインフラ点検現場へ搬送し、現地で安全ネット展

開システムの展開試験し組立法の最適化実証を実施した。

また、安全ネットを機体側に搭載した安全ドローンの開

発を行い、実証試験を実施した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］インフラ点検、無人航空機、飛行ロボッ

ト 

 

［研 究 題 目］高性能・高信頼性太陽光発電の発電コス

ト低減技術開発／共通基盤技術の開発

（太陽光発電システムの信頼性評価技術

等）／太陽電池性能高度評価技術の開発

（新型太陽電池評価・屋外高精度評価技

術の開発） 

［研究代表者］菱川 善博（太陽光発電研究センター） 

［研究担当者］菱川 善博、増田 淳、土井 卓也、 

猪狩 真一、吉田 正裕 

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

Ⅰ）新型太陽電池高精度性能評価技術 

① 各種新型太陽電池性能評価技術の開発 

 NEDO 開発品等を含む新型太陽電池約50サンプル

（結晶シリコン、ペロブスカイト、各種薄膜等）の高

精度評価を実施し、各デバイスに最適な評価技術を開

発・検証した。ペロブスカイト太陽電池については昨

年度までに開発した性能評価法に最大電力点追従制御

（MPPT）法を併用しデバイス安定性を担保した測定

法の提案と検証を実施した。結晶シリコン太陽電池に

ついてはベアセル多数バスバーや特殊形状バスバー構

造に対応するよう測定装置改良と新評価法の開発と検

証を行なった。IEC 国際標準化、学会論文等発表、

欧米の太陽電池評価機関との太陽電池セル・モジュー

ル比較測定等による国際整合性検証及び開発成果普及

を推進した。 

② 一次基準太陽電池校正技術の高度化 

 一次基準太陽電池セルの最高校正能力を向上させる

ための高度化を行った。スペクトルミスマッチ補正係

数の不確かさの主要因である分光放射計の対光非直線

応答の評価に関して、昨年度開発したキセノンランプ

の放射の重畳法による結果と、積分球、LED 並びに

ND フィルタの組み合わせで精密に評価したディテク

タ単体での結果の整合度が高いことを確認した。その

結果、光電子増倍管の分担波長で＋5 %の対光非直線

応答を確認し、その解消方法に関る検討を行った。超

高温定点黒体炉との併用により、現状の最高校正能力

が0.72 %（k=2）から0.65 %（k=2）に向上した。

WPVS Qualified Lab 間の基幹比較校正を開始した。 

Ⅱ）屋外性能高度評価技術の開発（屋外高精度評価技術

の開発） 

① 屋外性能評価技術の高精度化 

 PV モジュール日射センサ（PVMS）による日射

計測と高速 IV 測定等の技術を用いた高精度屋外評

価法を開発し、各種結晶シリコン太陽電池モジュー

ルを用いて検証した。実用上重要な日射変動日の時

系列測定において、再現性1 %以内の高精度な性能

評価が可能であることを確認した。更に、開発した

性能評価技術応用として、モジュールを複数直列接

続したストリング性能の高精度評価を開始した。市

販結晶シリコン太陽電池10枚直列アレイ屋外用 IV

測定装置を九州センターへ構築し、つくばからの遠

隔監視による連続測定を実施し、開発技術がストリ

ング性能の高精度評価にも適用可能な目処を得た。

また、屋外評価の高精度化として従来法よりも高度

な新しい温度補正式を開発した。太陽電池 IV 特性

の理論式に整合し、様々な結晶シリコンモジュール

型式と電圧範囲において適用可能であることを検証

した。 

② 各種 PV モジュール日射センサーの角度特性

評価 

 各種 PVMS の入射角特性を屋外実測データによ

り評価するとともに各種テスト PV モジュールとの
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特性を比較した。その結果、照度差を2 %以内に収

めるには、入射角を50度以内とすることが有効で

あることが分かった。 

［領 域 名］環境・エネルギー 

［キーワード］太陽電池、太陽光発電、エネルギー、環

境、性能評価、信頼性評価、システム 

 

［研 究 題 目］高性能・高信頼性太陽光発電の発電コ

スト低減技術開発／太陽電池セル、モジ

ュールの共通基盤技術開発／CIS 太陽電

池高性能化技術の研究開発（光吸収層の

高品質化による CIS 太陽電池の高効率

化） 

［研究代表者］柴田 肇（太陽光発電研究センター） 

［研究担当者］柴田 肇、石塚 尚吾、鯉田 崇、 

反保 衆志、永井 武彦、上川 由紀子、

西永 慈郎、仁木 栄 

（常勤職員7名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、NEDO が2014年9月に策定した「太陽光

発電開発戦略」で掲げる発電コスト低減目標の達成に資

する研究開発として、CIS 太陽電池を用いた発電コス

トで、2020年に14円/kWh（グリッドパリティ）、2030

年に7円/kWh（ジェネレーションパリティ）を達成す

るために必要な、共通基盤技術の開発を行うことを目的

とする。具体的には、多元同時蒸着法によって製膜した

CIS 薄膜を光吸収層に利用した CIS 小面積セルを作製

し、2017年度および2019年度に、CIS 太陽電池の光電

変換効率でそれぞれ22 %と23 %を達成するための技術

開発を行う。実際には、① CdS/CIS 界面の高品質化技

術の開発、および② CIS 結晶の高品質化技術の開発、

そして③ 新規透明導電膜材料の探索と CIS/Mo 界面の

制御技術という、3種類の研究開発課題に取り組む。 

 平成29年度は、平成28年度に引き続いて CIGS 系太

陽電池の小面積セルの研究に集中し、変換効率22 %以

上を達成するための要素技術に関して、必要な研究開発

指針を得た。具体的には、CIGS 太陽電池を作製した後

に、太陽電池に長時間の熱処理と光照射処理を施すこと、

および太陽電池の pn 接合に対して順方向の電流を流し

ながら太陽電池に長時間の熱処理を施すことにより、太

陽電池の変換効率が顕著に増大することを見出した。こ

れらの技術により、CIGS 太陽電池で22 %という高い

変換効率を得ることに成功した。高い変換効率が得られ

た理由の詳細は、現時点においても不明であるが、pn

接合に対する順方向の電流注入によっても光照射と同様

な効果が得られることから判断すると、熱処理中に太陽

電池の光吸収層材料に電子・正孔対を生成させることが

必要な条件であると考えられ、電子・正孔対の生成によ

り光吸収層が一種の準安定状態に遷移することが、高効

率化の一因であると考えられる。また CIGS 太陽電池

の高効率化技術の一つとして、CIGS 薄膜の表面を硫化

する技術の開発にも成功し、表面硫化の影響として、電

子・正孔対の再結合を大きく抑制すること、および光吸

収層物質の電子が感じるポテンシャルの揺らぎが顕著に

減少することを見出し、結果として20.1 %という高い

変換効率を達成することに成功した。 

［領 域 名］環境・エネルギー   

［キーワード］太陽電池、化合物半導体、CIS 

 

［研 究 題 目］高性能・高信頼性太陽光発電の発電コ

スト低減技術開発／共通基盤技術の開発

（太陽光発電システムの信頼性評価技術

等）／太陽光発電システムの高精度発電

量評価技術の開発（経年劣化を考慮した

各種太陽電池の発電量評価技術の開発） 

［研究代表者］増田 淳（太陽光発電研究センター） 

［研究担当者］増田 淳、松原 浩司、吉田 郵司、 

佐山 和弘、菱川 善博、柴田 肇、 

近松 真之、千葉 恭男、原 浩二郎、 

櫻井 啓一郎、崔 誠佑、棚橋 紀悟、 

佐藤 梨都子（太陽光発電研究センタ

ー） 

大谷 謙仁、橋本 潤（再生可能エネル

ギー研究センター） 

（常勤職員13名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

産業技術総合研究所九州センター（佐賀県鳥栖市）の

屋外サイトで長期曝露試験を実施している太陽電池モジ

ュールを用いて経年劣化を調査するとともに、発電量推

定技術を開発した。これらのモジュールはアレイを構成

しており、モジュールの直流電路は非接地で、高周波絶

縁トランス方式を採用しているパワーコンディショナに

接続されている。モジュールは半年もしくは1年毎に架

台より取り外し、屋内のソーラーシミュレータで電流－

電圧特性を測定するとともに、エレクトロルミネセンス

像を観測することにより、特性等の経時変化を観測した。

曝露時にモジュールカバーガラス表面に付着した汚れの

電流値への影響を排除するため、測定前にはモジュール

を洗浄した。 

屋外曝露試験を実施しているのは、結晶シリコン系な

らびに薄膜系の全22型式の太陽電池モジュールであり、

現在商業生産されているモジュールの種類の大半を含む。

各モジュールにおける屋外曝露にともなう特性の経時変

化の振舞いについて以下に纏める。 

結晶シリコン系に関しては、p 型ウエハを用いて拡散

接合で作製した単結晶シリコン太陽電池モジュールや多

結晶シリコン太陽電池モジュールでは、曝露初期に光劣

化に起因する2 %程度の性能低下を示すものの、低下は

短期間で飽和し、年劣化率は0.3 %／年以下と比較的小

さい。一方、n 型ウエハを用いたシリコンヘテロ接合
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（SHJ）モジュールやバックコンタクト（IBC）モジュ

ールでは、年劣化率は0.6～1.2 %／年程度と p 型ウエハ

を用いたモジュールに比べて大きい。また、曝露後4年

以上を経ても性能低下が飽和傾向にないことも p 型ウ

エハを用いたモジュールと異なる点である。一方、p 型

ウエハを用いたモジュールにおいても裏面パッシベーシ

ョン（PERC）モジュールにおいては、曝露初期の性能

低下が比較的大きく、水素と関連する光劣化もしくは光

熱劣化に起因する可能性がある。 

薄膜系に関しては、薄膜シリコン系太陽電池モジュー

ルにおいて、夏季の温度上昇にともなう光生成欠陥の熱

アニールにともなう回復が観測され、季節依存性が明瞭

に示された。また、薄膜シリコン、テルル化カドミウム

の双方のモジュールに共通して、曝露初期に大きな性能

低下が観測されるものの、その後は概ね性能は安定した。

一方、CIGS モジュールでは、光照射効果による初期の

性能向上が観測された後、性能は安定した。また、有機

薄膜モジュールは、電流低下をともなう一次劣化、直列

抵抗増加をともなう二次劣化に加え、薄膜シリコンと類

似の季節依存性を示した。 

これらの屋外曝露にともなう性能変動を踏まえ、各種

太陽電池における定量的な発電量推定を試みた。平成

29年度は、比較的経年劣化が小さく、解析が容易な p

型ウエハを用いて拡散接合で作製した単結晶シリコン太

陽電池モジュールで構成されるアレイを中心に検討を開

始した。日射計で測定した日射強度、バックシート面で

測定したモジュール温度、屋外曝露開始後1年間の発電

量から算出した出力の温度係数ならびにソーラーシミュ

レータを用いて測定した標準試験条件での出力から、推

定発電量を算出する式を考案した。計算の結果、2012

年10月から2014年12月の概ね2年2ヶ月の範囲で劣化率

を算出して推定した2015年の発電量は5,453.2 kWh で

あった。一方、実際の2015年の発電量は5,573.4 kWh

であった。両者の差は2.16 %となり、±5 %の精度で発

電量を推定する技術を開発するとの中間目標を達成した。

さらに、上記計算法ではモジュール温度として日射量が

700 W/m2以上の場合の平均値を採用していたのに対し

て、10分毎に計測しているモジュール温度を採用する

等の計算方法の改善を図ったところ、推定発電量と実発

電量の差は最小で0.04 %まで改善した。また、年劣化

率が小さくなるほど、両者の差が小さくなる傾向にある

ことも、4種類の結晶シリコン太陽電池アレイのデータ

から見出した。 

一方、研究用サイト以外では、モジュール温度を常に

測定しているわけではなく、より実用的な温度指標とし

て気温を用いて発電量を推定することも試みた。その結

果、上記 p 型単結晶シリコン太陽電池アレイにおいて

は、日平均の気温+20 ℃をモジュール温度とすること

で、推定発電量と実発電量は概ね一致した。さらに、推

定例を蓄積することにより、気温による発電量推定の可

能性について検証を進める。 

［領 域 名］環境・エネルギー 

［キーワード］太陽電池、太陽光発電、モジュール、屋

外曝露、結晶シリコン、薄膜シリコン、

化合物薄膜、有機薄膜 

 

［研 究 題 目］高性能・高信頼性太陽光発電の発電コ

スト低減技術開発／共通基盤技術の開発

（太陽光発電システムの信頼性評価技術

等）／太陽光発電の寿命予測ならびに試

験法の開発（太陽電池モジュールの劣化

現象の解明、加速試験法の開発） 

［研究代表者］増田 淳（太陽光発電研究センター） 

［研究担当者］増田 淳、松原 浩司、吉田 郵司、 

柴田 肇、千葉 恭男、原 浩二郎、 

櫻井 啓一郎、棚橋 紀悟、 

山本 千津子、原 由紀子、 

城内 紗千子、秋冨 稔、太和田 善久 

（太陽光発電研究センター） 

須田 洋幸、佐藤 浩昭、水門 潤治、 

萩原 英昭（機能化学研究部門） 

（常勤職員11名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

①モジュール劣化メカニズムの解明 

長期屋外曝露された結晶シリコン（Si）太陽電池モジ

ュールは、封止材に使用されているエチレン－酢酸ビニ

ル共重合樹脂（EVA）とモジュール内に浸入した水分

との加水分解反応で発生した酢酸により、経年劣化する

ことが知られている。本劣化現象を模擬・加速するため

に、結晶 Si 太陽電池セルを湿熱環境下で酢酸蒸気に曝

露する手法を用い、劣化メカニズムの解明を試みた。酢

酸蒸気曝露によってセルの交流等価回路に新たなインピ

ーダンス成分が発現し、発電特性の変化にともない、新

たな成分も変化した。交流インピーダンス測定による詳

細な解析の結果、電極腐食機構は電極直下のギャップ形

成過程と電極直下に残存した銀ピラーの電気特性が整流

性へと変化する過程に分離でき、前者は曲線因子の低下

を、後者は短絡電流の低下をともなうことを明らかにし

た。 

高温高湿試験や紫外光照射試験により劣化させたモジ

ュールから取り出した EVA について、陽電子消滅寿命

測定により自由体積空隙サイズの解析を行った。その結

果、脱酢酸反応に起因した自由体積空隙サイズの減少が

観測され、出力低下と相関することを明らかにした。ま

た、高温高湿試験後のモジュールについては、セルとの

界面で脱酢酸反応が促進されていたことから、バックシ

ートから浸入した水蒸気がセル界面を拡散し、界面で優

先的に EVA を加水分解して酢酸を発生させるメカニズ

ムを提唱した。さらに、高温高湿試験前に紫外光照射試

験を施したモジュールでは、短時間の高温高湿試験でも
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自由体積空隙サイズが顕著に減少した。このことから、

光反応により生成した酢酸等が触媒として働き、短時間

の高温高湿試験でも加水分解反応が顕著に進行した可能

性が示唆された。 

②各種加速試験法の開発 

 高温高湿試験を施したモジュールならびに、長期に屋

外曝露されたモジュールにおいても、セルの電極には、

①項で述べた酢酸蒸気曝露と同等の腐食が生じているこ

とを明らかにした。セルの酢酸蒸気曝露、モジュールの

高温高湿試験、モジュールの屋外曝露における、発電パ

ラメータならびに交流インピーダンス成分を比較したと

ころ、三者が類似の劣化挙動を示すこと、さらには、温

度85 ℃、相対湿度85 %の高温高湿試験は宮古島での屋

外曝露に対して約65倍の加速係数を有すること、酢酸

蒸気曝露試験は当該高温高湿試験に対して約70倍の加

速係数を有すること、結果的にセルの酢酸蒸気曝露試験

は宮古島での屋外曝露に対して約4500倍の加速係数を

有することを明らかにした。 

太陽電池モジュールの急激な出力低下を引き起こす電

圧誘起劣化（PID）現象についても検討した。PID 試験

時に p 型多結晶 Si 太陽電池セルの pn 接合に0.4～0.8 V

の順方向バイアスを印加すると PID が抑制されるもの

の、－0.2～－0.6 V の逆方向バイアスを印加すると

PID が促進され、それぞれバイアス電圧が大きいほど、

抑制もしくは促進の効果が大きいことを見出した。n 型

フロントエミッタ単結晶 Si 太陽電池モジュールの屋外

PID 試験では、わずか-115 V の低電圧において7日間の

屋外曝露を施すことにより、最大出力が8 %低下した。

短絡電流と開放電圧が低下し、曲線因子が維持されるこ

とから、n 型セルに典型的な電荷蓄積に基づく PID と

推測される。このモジュールにおいては、屋外曝露と屋

内加速試験を対比させることで、屋内加速試験の屋外曝

露に対する加速係数は200～600倍程度と算出された。 

③国際標準化とワークショップの創設 

①、②項で述べた酢酸蒸気曝露試験は、SEMI 国際標

準として平成29年8月2日発行した（SEMI PV79-0817 - 

Test Method for Exposure Durability of Photovoltaic 

(PV) Cells to Acetic Acid Vapor）。 

日本電機工業会との共催のもとに、平成29年11月11

日～12日に、滋賀県大津市において国際ワークショッ

プ SAYURI-PV 2017を開催した。本ワークショップは、

米国ならびに欧州で毎年開催される太陽電池モジュール

信頼性に関するワークショップとの連携を図り、科学的

な知見に基づき、国際標準化に貢献することを目的とし、

平成28年より毎年開催されている。今回のワークショ

ップには、世界7ヶ国から58名が参加した。講演件数は

18件であった。モジュールの劣化現象、モジュール部

材、信頼性試験法開発、国際標準化等に関して議論した。

次回は平成30年10月に開催予定である。 

［領 域 名］環境・エネルギー 

［キーワード］太陽電池、太陽光発電、モジュール、湿

熱劣化、酢酸蒸気曝露、電圧誘起劣化、

加速試験、結晶シリコン、国際標準 

 

［研 究 題 目］高性能・高信頼性太陽光発電の発電コ

スト低減技術開発／革新的新構造太陽電

池の研究開発／超高効率・低コスト

III-V 化合物太陽電池モジュールの研究

開発（低コスト化技術・量子ドット成長

技術） 

［研究代表者］菅谷 武芳（太陽光発電研究センター） 

［研究担当者］菅谷 武芳、牧田 紀久夫、太野垣 健、

大島 隆治、水野 英範、望月 敏光、 

加藤 俊一、熊谷日出生、金井 作信 

（常勤職員6名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究においては、一般には普及していないⅢ‐Ⅴ族

太陽電池等の超高効率太陽電池において、現在普及して

いる太陽電池並みのコストで製造するための低コスト化

の要素技術開発、並びに太陽電池の効率向上により発電

コスト低減を実現する要素技術開発をあわせて行う。そ

れにより、Ⅲ‐Ⅴ族太陽電池の将来の普及を目指し、

2030年に7円/kWh を達成する手段を明らかにすること

が研究目的である。 

 具体的には、Pd ナノ粒子配列を利用したスマートス

タック技術により、Si や CIGS をボトムセルとして、

モジュール発電効率30 %以上を有しかつコストミニマ

ムなセル構造および実用化技術を検討する。また、低コ

スト III-V 族トップセル成長技術の開発として、超高

速・低コストエピタキシャル結晶成長法であるハイドラ

イド気相成長法（H-VPE 法）により、III-V 族化合物

半導体太陽電池作製技術の研究開発を行う。GaAs セル

の製膜速度を現状の6倍以上、成膜コストを1/10以下に

削減する革新的成膜技術の開発を目指す。さらに、単接

合で飛躍的な高効率を達成できる技術として期待されて

いる量子ドット太陽電池において、ワイドギャップホス

トを用いたバンド構造の最適化、タイプⅡ構造によるマ

ルチバンド内キャリアの長寿命化を利用した量子ドット

セルを作製する。キャリアダイナミクス解析をもとに最

適化を行い、マルチバンドセルの超高効率化を実現する。 

 平成29年度の進捗状況としては、InGaP/GaAs//Si 多

接合セルで設計最適化等を行うことにより電流整合を改

善し、非集光として効率～27.7 %（昨年度は25.1 %）

を達成した。また、低コスト化の観点より開発を進める

低倍集光においては、Pd 塗布前の Si 表面処理工程を検

討 す る こ と に よ り 接 合 抵 抗 を 1/10 に 削 減 し 、

InGaP/GaAs//Si 多接合セルで最大効率～28.7 %_10.3

倍集光（昨年度は23.7 %）を達成した。これらの結果

により、プロジェクト中間目標である効率～28 %を達

成することに成功した。 
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実用化の観点より、大面積実装技術および信頼性向上

技術の開発を行った。大面積実装技術に関しては、前年

度に GaAs 系トップセルの一括剥離・転写法を提案、

実証したが、今年度は自在実装が特徴である個別搬送法

の開発を行った。個別搬送法は、剥離した GaAs 系ト

ップセルを CO2超臨界・洗浄乾燥装置を用いて処理し、

その後プローバ等により所望の位置に搬送、接合する技

術である。本技術を用いて作製した2インチ Si 上に

GaAs セルをアレイ実装することに成功した。これらの

実装技術の完成度を上げることにより、4インチ相当の

大面積実装は可能と考えられる 

また、信頼性向上技術に関しては、素子レベルでの信

頼性検討を開始した。加速劣化試験は、非集光および

10倍集光相当の電流を印加しながら150 ℃、100時間で

行った。100時間経過後の非集光および低倍集光時の相

対効率劣化が10 %以内であることを実証した。また、

－40 ℃～＋85 ℃、200サイクルの温度サイクル試験、

85 ℃／85 %、1000時間のダンプヒート試験において

も発電特性は劣化しなかった。これらより、初期的では

あるが、素子の環境耐性が極めて優れていることがわか

った。 

大陽日酸との共同研究で新規に導入した H-VPE 装置

に関しては、低コスト GaAs セル、InGaP セルの開発

を行った。基板部温度750 ℃ 、HCl 流量30 sccm の条

件で成長速度41.6 m/h の GaAs の結晶成長、基板部温

度660 ℃、HCl（Ga/In）流量2/8.5 sccm の条件で成長

速度30.0 m/h の InGaP の結晶成長を実現した。GaAs

太陽電池において、InGaP 窓層、InGaP BSF 層をそれ

ぞれ導入することにより、22.7 %の変換効率（in house

測定）が得られた。InGaP 太陽電池では、通常用いら

れる InAlP 窓層が現 H-VPE 装置では結晶成長できない

ため、Ga リッチな InGaP 歪み窓層を導入し、導入し

ていない場合の変換効率1.6 %と比較して、9.4 %に向上

させた。 

 量子ドット太陽電池においては、MBE 装置を用いた

タイプ II 型 InP/InGaP 量子ドット太陽電池の開発を進

めた。InGaP 太陽電池セルに InP 量子ドットを10層挿

入した試料を作製した。分光感度特性より InP 量子ド

ット層による光電流生成を確認し、10 %以上の量子効

率が得られた。デバイス構造の最適化のため、InGaP

層をさらに積層した太陽電池試料を作製することで、光

電流生成に特性向上が見られた。一方で、タイプⅡ型

InP 量子ドットの面内密度が従来の InAs 量子ドットと

比べ小さい値であることがわかった。今後、これを改善

することによって、量子ドットによる光電流生成の更な

る高効率化の実現が期待される。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］多接合太陽電池、化合物半導体、スマー

トスタック、量子ドット 

 

［研 究 題 目］高性能・高信頼性太陽光発電の発電コス

ト低減技術開発／太陽電池セル、モジュ

ールの共通基盤技術開発／薄型セルを用

いた高信頼性・高効率モジュール製造技

術開発 

［研究代表者］高遠 秀尚（再生可能エネルギー研究セ

ンター） 

［研究担当者］高遠 秀尚、棚橋 克人、望月 敏光、

立花 福久、Supawan Joonwichien、

白澤 勝彦、福田 哲生、伊野 祐司、

Shalamujiang Simayi（以上、再生可能

エネルギー研究センター）、松井 卓矢、

齊 均、布村 正太、Lozach Mickael、

佐藤愛子、海汐 寛史（以上、太陽光発

電研究センター） 

（常勤職員8名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、薄型で変換効率の高い太陽電池セルをより

低コストで作製するための新規プロセス技術開発および、

薄型セルを用いた長寿命・高効率モジュール（モジュー

ル効率22 %）を実現するための技術開発を行うことを

目的とする。本年度は、セルの薄型化・高効率化を進め

るとともに、イオン注入技術による簡易プロセス技術や、

モジュールの劣化原因や劣化モードの検討を行った。 

 ウェハの薄型化に関しては、厚さ85 m のウェハに

対応する a-Si/c-Si ヘテロ接合（SHJ）セルプロセスを

開発し、変換効率22.2 %を得るとともに、発電特性の

厚さ依存性を実験的に検証した。セルの高効率化に関し

ては、選択エミッタ構造を有する PERC 型セルを作製

し、高い Voc（663 mV）を得ることができた。さらに、

裏面電極型セルの作製において、エミッタ（B 層）、

FSF（P 層）、BSF（P 層）の形成すべてにイオン注入

法を用いながら、パターニングが1回のみの簡易プロセ

スを開発し、変換効率20.5 %を得た。また、新たに開

発した注入マスクを用いてリンの選択注入を行い、ライ

ン幅が狭く、注入端が急峻なリンの注入層を形成するこ

とに成功した。信頼性試験に関しては、民間企業と共同

で劣化モジュールの分析や劣化モードの把握を進めると

ともに、PCT 試験において観測されるセルバスバー

部からの EL 暗部の発生原因ついて、インターコネ

クタと Ag バスバー電極とのはんだ付けの際に用い

られるフラックスが影響していることを明らかにし

た。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］太陽光発電、太陽電池、結晶シリコン 

 

［研 究 題 目］洋上風況観測システム実証研究（洋上風

況マップ） 

［研究代表者］嶋田 進（再生可能エネルギー研究セン

ター） 
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［研究担当者］嶋田 進、小垣 哲也、川端 浩和、 

往岸 達也、井川 亜紀 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本事業では、メソ気象モデルによる洋上風況シミュレ

ーションを実施し、約500 m 格子で日本沿岸（離間距

離30 km 以内）の洋上風況データを整備する。計算精

度は、観測鉄塔、ライダー観測、ブイ観測等により包括

的に検証・改善し、風車ハブ高度の実測の年平均値に対

して±5%以内を目標とする。また、人工衛星観測値を

利用して我が国の排他的経済水域内における外洋風況デ

ータについても整備する。これに加えて、洋上風力発電

の適地選定に必要な漁業権、航路および水深、底質等の

社会環境・自然環境情報を GIS データとして整備す

る。平成28年度は、外部の共同受託者とともに、日本

全国の洋上風況データおよび社会環境・自然環境情報を

整備し、それらを一元化した新たな洋上風況マップ閲覧

システムを完成させた。 

 平成29年度は、洋上風況シミュレーション手法の高

度化を実施した。陸上沿岸で得られる鉛直ライダー観測

値を WRF シミュレーションにデータ同化することによ

り、計算精度の改善を試みた。波崎海洋研究施設におけ

る2台のライダー同時観測の結果を対象に、このライダ

ー観測値ナッジングによる精度改善効果について検証し

た結果、陸上ライダー観測値を同化することで WRF の

海上風シミュレーション精度が大幅改善する可能性があ

ることが明らかとなった。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］洋上風力、風況マップ、気象モデル、ス

パコン、人工衛星観測値 

 

［研 究 題 目］ゼロエミッション石炭火力技術開発プロ

ジェクト／ゼロエミッション石炭火力基

盤技術開発／CO2分離型化学燃焼石炭利

用技術開発 

［研究代表者］Sharma Atul（創エネルギー研究部門） 

［研究担当者］Sharma Atul、畑中 健志、鳥羽 誠、

松村 明光、堀江 裕吉、余田 幸陽 

（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 ケミカルルーピングを利用した化学燃焼技術とは、流

動層反応器を用い流動材の化学変化を介して、燃料を

O2ガス（空気）と直接接触させることなく、熱や燃料

ガスに転換し、CO2を分離する方法である。石炭を燃料

とする場合、空気分離の必要がなく、CO2を回収しても

プラント効率（送電端効率）が低下しない高効率の石炭

火力発電の実現が期待される。 

 本事業はエネルギー損失のない高効率でありながら、

CO2の分離・回収が可能な化学燃焼石炭利用技術（以下

「ケミカルルーピング技術」という）について、実用化

に向けた高性能キャリアと基盤技術を開発することを目

的とする。 

 キャリア反応速度の測定、評価方法の策定においては、

下記の簡略化されたメカニズムを仮定しキャリア反応速

度の測定、評価を行う。 

（1）Fe2O3 → 2/3Fe3O4 + 1/3O 

（2）2/3Fe3O4 → 2FeO + 2/3O 

（3）2FeO → 2Fe + 2O 

（4）CO + 1/2O → CO2  

ここで、（1）の反応は優先的に進行し、酸素を生成し、

それが（4）の反応で CO と反応して CO2が生成する。

すべての Fe2O3が反応した後、CO と反応する O2が減

少する。結果として、CO2生成速度の減少が観察される。

その時点において、Fe2O3由来で生成する酸素はすべて

なくなったと考える。よって CO2が減少するまでの生

成速度曲線の面積から Fe2O3由来の酸素量が推定される。

反応前の Fe2O3内の酸素のうち、上記の CO2生成に用

いられた酸素量の割合を計算することで、各温度での酸

素利用率が計算できる。これを酸素キャリアの還元反応

速度の指標として考える。 

 平成29年度は、6タイプ以上の酸素キャリアを用いて

950 ℃、900 ℃、800 ℃、700 ℃での温度で酸化・還元

繰り返し試験を実施し、反応温度、反応性ガス雰囲気、

反応性ガス分圧、滞留時間の還元反応への影響を調べた。

得られたデータから反応速度の動的解析し、VR 塔の設

計に必要なキャリア側反応速度モデルパラメータを導出

した。キャリアの組成・形態の XRD 解析を実施した。

ILau3（CTFO）の反応前後の XRD 測定し、反応によ

る形態の変化を定量的に確認した。常高温対応の摩耗評

価装置を製作し、耐摩耗性評価試験は常温と800 ℃

で実施した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］ケミカルルーピング、石炭、燃焼、酸 

素キャリア、二酸化炭素 

 

［研 究 題 目］ゼロエミッション石炭火力技術開発プロ

ジェクト／クリーン・コール・テクノロ

ジー推進事業／コールバンクの拡充 

［研究代表者］中里 哲也（環境管理研究部門） 

［研究担当者］中里 哲也、重田 香織 

（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 クリーン・コール・テクノロジー（CCT）の持続的

な発展を支援すると共に、CO2排出量低減、環境負荷低

減、および我が国の石炭エネルギー技術の開発や海外事

業展開等の国際競争力の強化を図るために必要となる基

礎的情報として、データベースとして高い価値を有する

コールバンクの継承発展を目指すことを目的としたコー

ルバンクの拡充を目標とする。平成29年度において、

石炭試料の微量元素分析については、産総研が開発し
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ISO ガイドライン規格化したふっ酸フリーマイクロ波

抽出・誘導結合プラズマ質量分析法（以下、AIST 法）

を基に、ヒ素およびカドミウム分析について高感度化を

図り、既存の AIST 法と比較して定量下限を低減化した。

また、この改良した AIST 法を利用して、8種の石炭種

の各炭種について15種の微量元素の分析値を取得して

データベース化した。さらに、改良 AIST 法による水銀

分析について、別の分析原理の標準規格法であるボンブ

燃焼－還元気化原子吸光分析法との比較検証の結果、ほ

ぼ同等に正確な水銀分析が可能であることを明らかにし

た。さらにまた、入手した石炭試料の保管および配布に

ついては、昨年度と同様に石炭試料保管マニュアルを基

に粉砕・縮分作業を行い気密容器に窒素雰囲気下で保管

した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］クリーン・コール・テクノロジー、石炭、

データベース、コールバンク、微量元素、

低品位炭、分析 

 

［研 究 題 目］超臨界地熱開発実現のための革新的掘削

・仕上げ技術の創出 

［研究代表者］柳澤 教雄（再生可能エネルギー研究セ

ンター） 

［研究担当者］柳澤 教雄、増田 善雄、最首 花恵、

石橋 琢也（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

最終年度となる本年度は、超臨界掘削のターゲットと

なる500 ℃、60 MPa の地熱流体の NaCl 濃度を推定す

るために地質学的情報を収集し、6 wt%程度と求めた。 

次に、掘削工程で想定される坑内および周辺地層の温

度・圧力条件をモデル化し、地球化学シミュレータによ

り pH 変化を求めた。シミュレータの制約上、流体密度

が0.35 g/cm3以下の領域での計算は不可能であったが、

60 MPa で300～500 ℃の範囲では温度が低いほど pH

が低くなること、および350 ℃付近で腐食速度が最大

となることを示した。 

さらに、超臨界温度領域における材料試験例の事例調

査や、世界各地の高温地熱の事例収集を行い、超臨界地

熱掘削において特にリスクの高い箇所について次のよう

にまとめた。 

1）生産時の坑口付近(坑内）：高温流体の気液分離や凝

縮水による腐食リスク 

2）坑底部（坑内および坑外）：超臨界酸性流体そのも

のおよび減圧掘削、水圧破砕、生産による温度・圧力急

変に伴う腐食リスク 

3）生産方式として同軸熱交換の場合（坑外）：温度変

化に伴う腐食リスク 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］超臨界地熱、掘削、材料腐食、化学計算 

 

［研 究 題 目］エネルギー・環境新技術先導プログラ

ム／革新的ナノスケール制御による高

効率熱電変換システムの実現 

［研究代表者］村田 正行（省エネルギー研究部門） 

［研究担当者］村田 正行、青山 佳代 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

熱電材料の形状を高精度にナノ構造化制御することに

よって、電子の波動関数を均質に閉じ込め（量子閉じ込

め効果）、それに伴った状態密度の1次元化に伴う熱電

変換材料の高効率化を目指した研究を行っている。本研

究では、Bi ナノワイヤー熱電変換素子の開発と熱電物

性評価を行った。低温領域で極めて大きい内部抵抗を持

つナノワイヤー材料のゼーベック係数と電気抵抗率を測

定する際、通常のディジタルマルチメータでは入力抵抗

が10 GΩであることと、入力バイアス電流が pA 以上あ

る為に、大きな測定誤差を生じることが分かった。そこ

で、入力抵抗が200 TΩと大きく、入力バイアス電流が

fA レベルのエレクトロメータを導入することで、内部

抵抗が極めて大きいナノワイヤー試料でも、電気抵抗率

とゼーベック係数を室温から低温領域まで測定する事に

成功した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］熱電変換、ナノ構造制御、量子閉じ込め

効果、高効率化 

 

［研 究 題 目］次世代人工知能・ロボット中核技術開発

／（革新的ロボット要素技術分野）自律

型ヒューマノイドロボット／広角・多波

長レーザレーダーによる超高感度コグニ

ティブ視覚システム 

［研究代表者］森 雅彦（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］森 雅彦、佐藤 雄隆、上塚 尚登、 

黒須 隆行、土田 英実、姚 兵、 

石田 豊典（常勤職員4名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 人間らしい“目”、②人間より感度の良い“目”、③人

間には見えないものをみる“目”を実現する。この

“目”すなわち視覚システムを災害現場の人代替への適

用として考えられている災害ロボットや極寒冷地、深海、

火山近傍などの調査・情報収集を行う調査・情報収集ロ

ボットの視覚システムに適用することを目的としている。

新規に開発した重みづけスキャンが可能なスキャナーと

新たな原理に基づいたデジタルコヒーレントライダーを

実現し、これを用いて外界3次元イメージを高速に取得

する。取得した3次元イメージより人・物体・物質など

を抽出し、認知・認識できる人工知能ソフトウエアを視

覚システムへ実装する。さらに、レーザレーダーによる

ハザート環境における有害ガス検出システムも構築する。

以上の開発した視覚システムをロボットに組み込み火災
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を模擬した実証実験を実施する。今年度は、開発したス

キャナーと安価な通信用レーザと受光素子およびデジタ

ル信号処理（DSP）を実装したライダーモジュールの

試作を行い、視程2.7 m の環境で10 m 先を確認できる

高感度ライダーを実現する。また、毒ガスの光指紋であ

る、2，3本の特徴的な吸収線を検知するために、吸収

線近傍の波長を掃引する光源と対象物からの反射光を高

感度に受信する受光回路を設計し、プロトタイプを構成

して動作確認を行う。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］ライダー、ロボット 

 

［研 究 題 目］次世代人工知能・ロボット中核技術開発

／（革新的ロボット要素技術分野）自律

型ヒューマノイドロボット／非整備環境

対応型高信頼ヒューマノイドロボットシ

ステムの開発 

［研究代表者］金広 文男（知能システム研究部門） 

［研究担当者］金広 文男、佐藤 雄隆、片岡 裕雄、

森澤 光晴、金子 健二、吉田 英一、

加藤 晋、小島 一浩、 

Cisneros Rafael、郷津 優介（知能シ

ステム研究部門）、森 彰、山形 頼之

（情報技術研究部門） 

（常勤職員10名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 自律型ヒューマノイドロボットの有望な出口アプリケ

ーションである大型構造物組立作業での応用を実現する

ために必要な基盤要素技術の技術開発を行い、1つのヒ

ューマノイドロボットシステム上に統合してその有用性

を検証すると共に、模擬環境において実証実験を行い、

実現可能性を示すことが目的である。 

 平成29年度は（a）環境計測データからの作業対象物

検出・追跡技術については、ヒューマノイドの作業環境

に適した学習データの収集に注力し、約1万枚の画像か

らなる学習用データベース HRP-ObjectDB を構築し、

これを用いて学習を行うことで、画像に含まれる10種

の物体について、最大94.2 %の精度での物体検出を実

現した。（b）環境計測データに基づいたロバスト多点

接触運動技術については、高速3次元重心運動生成技術

および関節の積分ゲインを考慮した二次計画法を用いた

ロバストな全身運動制御のフレームワークを開発し、

身体の4箇所が環境と接触した状態における高速な運動

生成、関節の摩擦などのモデル化誤差に対するロバスト

な制御を実現した。（c）ロボットシステム高信頼化技術

について、Java 言語向けに、木差分計算に基づく自動

パッチ生成機能を実装するとともに、C++言語向けに、

行ごとの文字列比較に基づくツールを開発した。また不

具合の同定と修正に効果的であると考えられる record-

replay デバッギングの手法に関する調査と試験実装を

試みた。 

［領 域 名］情報・人間工学   

［キーワード］ヒューマノイド、物体検出、多点接触運

動、自動テスト 

 

［研 究 題 目］次世代ロボット中核技術開発／（革新的

ロボット要素技術分野）ブレイン・マシ

ン・インターフェース／脳波によるヒト

型ロボット高速制御技術の実現可能性に

関する検討 

［研究代表者］長谷川 良平（人間情報研究部門） 

［研究担当者］長谷川 良平、松本 有央、稗田 一郎 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

本研究開発の目的は、脳波によるロボットアバター制

御システムの実用化に必須なコア技術「脳波解読の高速

化」の可能性を調査することである。 

本年度は、先導研究内容として設定した以下の3テ

ーマについて実施した。 

・テーマ①：脳波解読の高速化を目指した仮想意思

決定関数による打ち切り手法の実装 

・テーマ②：重度障がい者によるロボット制御の有

用性を調べる調査研究 

・テーマ③：人工知能とリアル脳を融合したハイブ

リッド型 BMI 技術に関する調査研究 

このうち、特に項目③を紹介する。人工知能の文脈把

握による脳波解読の効率化を目標とし、数値目標として、

64種類のうちからメッセージを選ぶために、従来方式

では8択を2回繰り返すことによって行っていたところ

を、音声識別によるセリフの認識によって文脈を特定し、

1階層目をスキップすることで8択1回のみの選択で選べ

るように改変した（ペッパー搭載の音声認識システムを

ベースにした試作により実現）。 

この成果については、国内の臨床系学会で発表を行う

予定であるとともに、以下の総説論文として発表した

（長谷川、研究開発リーダー 2018）。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］意思伝達、実証実験、脳波、福祉機器 

 

［研 究 題 目］エネルギー・環境新技術先導プログラム

／データセンタ向け低消費電力・超多ポ

ート高速光スイッチシステムの研究開発 

［研究代表者］鍬塚 治彦（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］鍬塚 治彦、松浦 裕之、高野 了成、

石井 紀代、岡崎 史裕 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 2030年にデータセンタ内を流れる情報量は現在の約

100倍に達すると予想され、各構成機器の電力を劇的に

減少させなければ、今後の IoT 社会の中核をなすデー
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タセンタの構築が電力消費の観点から困難になると懸念

される。本研究では、データセンタネットワークの低消

費電力化に向けた、光スイッチと電気スイッチのハイブ

リッド構成によるネットワークアーキテクチャ及びスイ

ッチシステムの基本方式検討、シミュレーション、原理

確認実験等のフィージビリティスタディを実施した。産

総研は、コントロールアルゴリズムの研究と高速波長切

替技術の研究を担当した。コントロールシステムに関し

て、光スイッチと電気スイッチの分岐点にてトラフィッ

クを光と電気に振り分けるコントロール方式の検討を行

った。サービス駆動およびデータ駆動方式を比較検討し、

各方式が適したシーンと、その使い分け方式について検

討を行った。これらの方式を、現在のデータセンタシス

テムと親和性良く具現化するためのデータセンタネット

ワーク運用管理システムについて検討し、その概要を明

らかにした。高速波長切替技術の研究においては、昨年

度の検討に基づき、Si-フォトニクス波長可変レーザの

基本設計を完了した。熱伝導率の高い Si を基板として

採用し、熱分布目標への到達時間が短くなる光回路・部

品の配置を選定した。波長可変部等の主要な要素部の詳

細設計・試作を行い、フォトマスク設計を完了するとと

もにシミュレーションにより、動作を確認した。要素部

分の部分試作を行い、設計通りに作製可能なことを確認

した。以上の検討に基づき、後継の国家プロジェクトに

おける研究計画を策定した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造、情報・人間工

学 

［キーワード］データセンタ、光通信ネットワーク、光

スイッチ 

 

［研 究 題 目 ］エネルギー・環境新技術先導プログラ

ム／革新的分離技術の導入による省エ

ネ型基幹化学品製造プロセスの研究開

発 

［研究代表者］遠藤 明（化学プロセス研究部門） 

［研究担当者］遠藤 明、根岸 秀之、吉宗 美紀、 

原 伸生、山木 雄大、岡本 裕子 

（常勤職員5名、他1名） 

［研 究 内 容 ］ 

 本先導研究では、膜分離、又は膜と他の分離技術や反

応技術のハイブリッド化の適用が期待でき、かつ省エネ

効果も大きい多様な分離対象について、C2・C3炭化水

素等の分離技術の基盤となる材料開発を実施した。また、

それらの分離材料を用いた場合の新規分離プロセス検討

を行い、プロセス構成に応じた省エネルギー効果につい

て定量的に評価した。 

炭素膜の開発では、プロピレン／水素分離系を検討対

象とし、炭素膜の製造条件を最適化した結果、10,000

以上の水素選択性を維持したまま、水素透過率の向上に

成功した。この炭素膜を用いてプロピレン／水素混合

ガス分離条件下で、水素透過速度3.5×10-8mol･m-2･s-1 

Pa-1、水素選択性20,000以上の目標分離性能を達成した。 

 金属有機構造体（MOF）膜の開発では、微細化した

各種 MOF 粒子とポリスルホンの複合膜の作製方法の検

討を行い、MOF 粒子を最大20 wt%まで導入した平膜

状の複合膜を作製した。膜透過解析においては、最大

8.5の酸素／窒素透過率比を得た。MOF 粒子の導入に

より、ベースとなるポリスルホン膜を越える膜透過特性

が得られることを明らかにした。 

 分離プロセス検討では、エチレン／エタンの分離系

を検討対象とし、原料中のエチレン濃度に応じた膜分離

と蒸留のハイブリッドプロセスの構成を明らかにした。

さらに、ハイブリッドプロセス内で熱統合することで、

エネルギー消費量を削減できることも明らかにした。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］炭素膜、MOF 膜、ハイブリッドプロセ

ス 

 

［研 究 題 目］エネルギー・環境新技術先導プログラム

／超精密原子配列制御型排ガス触媒の

研究開発 

［研究代表者］遠藤 明（化学プロセス研究部門） 

［研究担当者］遠藤 明、上村 佳大、谷 遼太郎 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容 ］ 

 本先導研究では、内燃機関自動車の燃費を向上させ、

排出 CO2の削減を可能とする燃焼条件（リーンバーン

エンジン等）において、窒素酸化物（NOx）を低減す

るための新規排ガス浄化用触媒を開発することを目的と

した。産総研では、次世代 NOx 浄化用触媒として期待

される8員環ゼオライトについて、従来合成法と比べて

有機構造規定剤（OSDA）を使用しない、新しい合成法

の開発を担当した。また、本先導研究で合成されるゼオ

ライト触媒について、高分解能ガス吸着等温線の測定に

より細孔構造評価を実施し、得られたゼオライト触媒の

構造規則性を精密に評価した。 

 平成29年度は、候補ゼオライトである AFX 型の

OSDA フリー合成を種結晶添加法により実施した。

OSDA フリー合成に必要となる SSZ-16（AFX 型）を

既往の文献に基づいて合成し、その後高温焼成によって

OSDA を除去したものを SSZ-16種結晶（焼成品）とし

て利用した。本研究では、OSDA を含まないアルミノ

シリケート反応混合物を調製し、そこへ SSZ-16種結晶

（焼成品）を添加した。その後、高温高圧下で水熱処理

を行うことで OSDA フリー条件下での AFX 型の結晶化

を試みた。種結晶添加法において、合成条件（反応混合

物組成、水熱処理温度と時間、撹拌の影響等）を検討し

た結果、OSDA を用いずに不純物（GME 型、ANA 型、

MOR 型等）の少ない AFX 型を合成することが可能と

なった。 
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 ガス吸着による細孔構造評価については、粉砕および

再結晶化による細孔特性や表面親水性・疎水性を、極低

相対圧からの窒素、アルゴンおよび水蒸気の吸着等温線

を測定することにより評価した。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］ゼオライト、触媒、OSDAフリー合成、

吸着 

 

［研 究 題 目］次世代プリンテッドエレクトロニクス材

料・プロセス基盤技術開発／フレキシブ

ル複合機能デバイス技術の開発／極薄シ

リコン回路と配線・電極形成テキスタイ

ルによるセンシングウェアの開発 

［研究代表者］小林 健（集積マイクロシステム研究セ

ンター） 

［研究担当者］小林 健、吉田 学（フレキシブルエレ

クトロニクス研究センター）、 

竹井 裕介、竹下 俊弘、内田 広夫

（名古屋大学）、檜 顕成（名古屋大学）、

牧本 なつみ、大内 篤 

（常勤職員4名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

NEDO 事業「次世代プリンテッドエレクトロニクス

材料・プロセス開発」において、極薄シリコン回路チッ

プをフレキシブル回路基板に集積化したフレキシブル無

線モジュールと、多誘導心電測定ウェアの研究開発を行

う。フレキシブル無線モジュールの開発に関しては、ま

ず既製品のベアダイのオペアンプを厚さ20 µm まで研

磨加工し、歪緩衝構造を有したフレキシブル基板上への

実装を行った。また歪緩衝構造を工夫することで、曲

げ・引っ張りがオペアンプの動作に与える影響を低減す

ることに成功した。今後は開発した実装技術を応用し、

フレキシブル無線モジュールの開発を目指す。多誘導心

電測定ウェアの開発に関して、銀メッキ繊維を静電植毛

することで、衣類上に胸部18誘導分の配線及び電極の

形成を行った。また UWB を用いた無線モジュールと

作製した多誘導心電測定ウェアを用いて18誘導分の心

電波形の同時取得に成功した。この心電波形は既製品の

心電波形とよく一致しており、医療的意義のある心電波

形の取得に成功したといえる。また静電植毛技術で作製

した電極を用いた心電測定において、接触圧力とモーシ

ョンアーティファクトの関係を明らかにした。実験結果

より接触圧力が2000 Pa の時、モーションアーティファ

クトが低減されることが確認でき、今後この成果を多誘

導心電測定ウェアのデザインにフィードバックする。本

研究で得られた成果で、国際学会1件、国内学会2件の

発表を行った。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］FHE、MEMS、フレキシブルデバイス、

ヘルスケアモニタリング、ウェアラブル

デバイス 

 

［研 究 題 目］高温超電導実用化促進技術開発／高磁場

マグネットシステム開発／高温超電導高

磁場コイル用線材の実用化技術開発 

［研究代表者］吉田 良行（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］吉田 良行、古瀬 充穂、和泉 輝郎、

馬渡 康徳、町 敬人、衣斐 顕、 

中岡 晃一、栗木 礼二、東 陽一、 

渡邊 利夫、大沼 未央、薄井 友紀江、

和田 圭介、青木 大志 

（常勤職員4名、他10名） 

［研 究 内 容］ 

 イットリウム系（以下、Y 系と称す）高温超電導線材

は、従来医療用 MRI 装置等で用いられてきた金属系超

電導線材に較べ、小型軽量かつ充分高い温度で動作する

超電導コイル実現の可能性が有り、ヘリウム資源枯渇に

対応した省エネルギー・省スペースの超電導機器を実現

出来ると期待されている。本事業では、これらの課題を

解決するため、外部磁場により線材内部に励起される遮

蔽電流を抑制可能な「高磁場下高特性安定線材技術」を

開発のため、低損失構造線材を開発することを目的とす

る。 

 本年度は、細線化に伴う臨界電流の低下、均一性の低

下などの性能劣化などの課題の解決に取り組んだ。また、

電磁応答のシミュレーションにより最適な撚り線形状の

検討を行うとともに、既存の CORC 線材の評価を行っ

た。 

 シミュレーションに関して、超電導テープ線材の磁場

中の電磁応答について解析を行い、細線化と撚線化との

組み合わせにより、マグネット励消磁時の損失低減が可

能であることを明らかにした。具体的には、MRI マグ

ネットで想定される磁場掃引速度において、細線化によ

る損失低減が有効に働くためには、撚線ピッチ長を数メ

ートル以下にすれば良いことを明らかにした。スクライ

ブ加工線材開発に関しては、Plane-plume PLD 法を

導入し、人工ピン有線材における臨界電流特性の均一性

向上を目指した。同法は、単体では位置による不均一要

素を含むプルームをマルチ化することで面として均一化

が可能になる手法である。成膜条件の適正化の結果とし

て、人工ピン有線材においてもフィラメント臨界電流の

バラツキ値として大きな改善を実現した。また、スクラ

イビング加工の高速化を目的としたマルチビーム化の一

環として、デュアルビーム化を行い、2本の加工におい

て加工深さや幅の均一性を確認し、高速化への原理を検

証した。撚り線構造については、薄膜線材を集合化

して丸い形状にした CORC 導体を主な対象として交

流損失の実験的評価を行い、低磁界領域では通電損

失が支配的で、高磁界領域では磁化損失が支配的で

あることを明らかにした。 
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［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］高温超電導、高磁場コイル用線材 

 

［研 究 題 目］高温超電導実用化促進技術開発／高磁場

マグネットシステム開発／高温超電導高

安定磁場マグネットシステム技術開発 

［研究代表者］古瀬 充穂（省エネルギー研究部門） 

［研究担当者］古瀬 充穂、吉田 良行、高島 浩、 

馬渡 康徳、石田 茂之、和泉 輝郎、 

清水 雄平、町 敬人、衣斐 顕、 

和田 圭介、薄井 友紀江、栗木 礼二、

青木 大志、淵野 修一郎、松澤 充子、

岡野 眞、野田 和希、土屋 佳則 

（常勤職員6名、他12名） 

［研 究 内 容］ 

将来のヘリウム資源問題、機器の小型・省エネ化また

高磁場化に対応できる医療用 MRI 超電導マグネットを

広く普及させるため、高温超電導高安定磁場マグネット

システムの実用化のための要素技術として、高温超電導

による実用的永久電流マグネットの実現に向けた超電導

接続技術開発（高温超電導線材同士の接続抵抗として1

カ所あたり10-12Ω以下の実現）、および、永久電流モー

ド高温超電導コイルの保護・焼損対策手法の開発を実施

している。特に超電導接続技術においては、接続部を低

温低磁場環境におき、様々な超電導材料を接続に利用で

きることを前提に、多種多様な接続プロセスの開発を行

っている。 

平成29年度は、課題となっていた低温低磁場アシス

トステージへの熱侵入量の低減方策として、接続線の安

定化銅を除去することにより接続可能数を大幅に増加さ

せる方法の検討を行った。接続技術としては、昨年度に

引き続き、ペースト接合および異種超電導薄膜接合を中

心とした技術開発を行った。ペースト接合としては、

金・銀ナノペーストによる圧着接合について、成膜プロ

セスの差異による接合部界面状態の影響を調査し、溶融

成長で界面抵抗が高くなることを確認した。更に超電導

材料の影響を調べた結果、これまで一般的に用いていた

GdBCO や EuBCO 超電導材料に比べて YBCO の表面

抵抗が低いことが分かった。表面酸素の離脱性の差によ

るものと推察された。また金属系超電導体である Nb 粒

子を含んだ接着ペーストの開発に成功した。対象物に印

刷、加温硬化させるだけで超電導接続が可能にとなる技

術の確立にむけて大きく前進した。異種超電導薄膜接合

として、YBCO 薄膜と格子定数の近い SrTiO3単結晶基

板上に、室温で Nb 薄膜を成膜する技術を開発した。高

温超電導材料の特性を劣化させる高温プロセスを用いな

いため、接続プロセスとして有望な方法の一つである。

永久電流モード超電導コイルの保護方法として、異常が

発生したコイルの電流を速やかに他の健全なコイルに移

し、焼損を防ぐ技術として、抵抗ショート法の開発を行

った。他に、コイル間接続のための鉄系高温超電導線材

の高特性化技術、接続抵抗の高精度評価技術の開発を行

った。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］高温超電導、医療用 MRI、永久電流マ

グネット 

 

［研 究 題 目］水素利用等先導研究開発事業／トータル

システム導入シナリオ調査研究 

［研究代表者］高木 英行（創エネルギー研究部門） 

［研究担当者］高木 英行、斉田 愛子、野津 育朗 

（創エネルギー研究部門）、 

工藤 祐揮、玄地 裕、小澤 暁人、 

村田 晃伸、村松 良二、匂坂 正幸

（安全科学研究部門） 

（常勤職員6名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

本調査研究では、水素利用等先導研究開発事業で開発

する技術の速やかな実用化・普及と技術課題の明確化、

将来の技術課題・シーズの発掘を目指し、製造から利用

までのトータルシステムについて、研究開発から普及ま

でを含む多様なシナリオを提示することを目的として、

下記①～③の調査研究を実施する。①水素本格的導入に

向けたシステム分析、②学理に根差した技術評価・予測

および新技術普及に向けた分析、③技術開発シナリオの

作成   

 本調査研究は、国立大学法人東京工業大学（以下、

「東工大」）、国立研究開発法人産業技術総合研究所（以

下「産総研」）、一般財団法人エネルギー総合工学研究所

（以下「エネ総工研」）が連携して実施するものであり、

産総研は、「①水素本格的導入に向けたシステム分析」

および「③技術開発シナリオの作成」を実施した。 

「①水素本格的導入に向けたシステム分析（1）経済

性・環境性・技術マクロ分析 b) ライフサイクル分析」

において、最新のプロセスデータを用いてライフサイク

ル分析の精緻化を図るとともに、水素利用技術として発

電を想定し、海外からの再エネ由来水素・褐炭由来水素

を輸入して水素発電を行なった場合のライフサイクル

GHG 排出量を、石炭火力・LNG 火力と比較した。「①

水素本格的導入に向けたシステム分析（1）経済性・環

境性・技術マクロ分析 c) 経済波及効果・国富流出分

析」について、最新の産業連関表に水素関連部門を追加

するとともに、将来の産業構造変化を反映可能な拡張産

業連関モデルを構築し、水素発電・電気自動車・燃料電

池車を軸として、水素バリューチェーンにおける経済波

及効果の検討を行った。「①水素本格的導入に向けたシ

ステム分析（1）経済性・環境性・技術マクロ分析 d) 

我が国の長期需給影響分析」では、技術開発によるコス

ト改善速度が水素導入量に及ぼす影響の評価を目的とし

て、水素関連技術の学習効果に関するこれまでに実施し
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た水素等の受入・転換技術に続き、水素利用技術を対象

とする感度分析を実施した。3種類の低炭素水素キャリ

ア（液体水素、MCH、アンモニア）をそれぞれ単独で

輸入することを想定し、水素関連技術の学習効果を組み

込んだ MARKAL モデルを用いた分析を行った。 

「①水素本格的導入に向けたシステム分析（2）ケー

ススタディーの実施」では、エネ総工研と連携しながら、

環境条件および技術の俯瞰的整理を実施した。また、こ

れらの整理を踏まえ、ケーススタディーとして、再生可

能エネルギー起源の CO2フリー水素の国内での利用・

消費に関し、化石燃料との競合性も踏まえながら、最適

化分析を行った。 

「③技術開発シナリオの作成」では、東工大、産総研

およびエネ総工研と連携し、①②で得られた成果をもと

に、水素エネルギー技術の社会的位置づけを示すととも

に、水素エネルギー技術の有するポテンシャルを最大限

発揮するための技術開発シナリオを作成した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］水素、エネルギーキャリア、サプライチ

ェーン、技術開発、シナリオ 

 

［研 究 題 目］超先端材料超高速開発基盤技術プロジェ

クト／先端ナノ計測評価技術開発／ナノ

物質計測技術開発・ナノ欠陥検査用計測

標準開発 

［研究代表者］加藤 晴久（物質計測標準研究部門） 

［研究担当者］加藤 晴久、中村 文子、大内 尚子、

松浦 有祐（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本事業では、ナノ材料製造領域における目的外異物粒

子計測評価法を新規に開発している。具体的には、当該

課題対象計測法として、産総研が独自に開発した Flow 

Particle Tracking（FPT）原理に基づく新規計測法を

開発している。H29年度は FPT 法による粒径分布計測

精度を評価するために、流速、流速分布が粒径計測値に

与える影響を議論し、課題点の整理を行った。また、

FPT 法による粒径分布計測の高精度化を実施するため

に、ブラウン運動に由来する粒径分布のブロードニング

効果を補正する方法を開発した。さらに、粒子からの散

乱光強度の評価を異なる材質を用いて実施し、材質識別

を実施するための基礎データ蓄積を行った。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］粒子径、粒子径分布、オンライン計測、

個数濃度計測、材質識別、選択計測 

 

［研 究 題 目］太陽光発電システム効率向上・維持管

理技術開発プロジェクト／太陽光発電シ

ステムの安全確保のための実証／太陽光

発電設備の安全化に関する実証試験およ

び研究 

［研究代表者］大関 崇（太陽光発電研究センター） 

［研究担当者］大関 崇、加藤 和彦、髙島 工、 

宇野 史睦、池田 一昭、山田 隆夫、

菊池 勉（太陽光発電研究センター）

（常勤職員3名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 太陽光発電設備の構造安全・電気安全等の課題に関す

る調査・研究・実証試験を実施して工学的なデータや知

見を取得し、太陽光発電設備の安全を確保する評価・設

計手法の確立に貢献することを目的としている。 

 平成29年度は、太陽光発電設備の安全に関する実態

調査とリスク分析に関して、地上設置の発電所（静岡・

山梨）、雪害に遭遇した発電所（鳥取）、雷害に遭遇した

メガソーラー発電所の2か所（熊本・茨城）、全国の高

専にある発電設備について東海北陸地区の鈴鹿高専、関

西地区の舞鶴高専、九州地区の鹿児島高専で現地調査を

行い、不具合事例の収集および、平成28年度に構築し

た太陽光発電設備（以下、PV）の点検項目および手順

を実践した。また、平成28年度に開設した「太陽光発

電設備の安全に関するヒヤリハット・インシデント事例

情報収集システムウェブサイト」の運用を継続し、サイ

ト閲覧数約1500件に対して、施工業者を中心に36件の

事例収集を行った。 

 太陽電池モジュール内バイパス回路の長期耐久性の検

証に関して、屋外運用においてバイパス回路の開放故障

を発生していた太陽電池モジュールについて、屋内試験

と屋外暴露試験を実施した。いずれのモジュールにおい

ても、屋内試験では比較的短時間で、屋外試験でも約

60日で開放故障が発生したことで、試験の妥当性や加

速性を検証するための知見が得られた。 

 太陽光発電設備の電気安全性（火災危険・感電危険）

に関して、市販の地絡検知装置を評価するために、屋内

に太陽電池模擬電源を利用した模擬地絡試験装置の構築

を行い、一部装置について予備的に試験を行った。同様

に屋外太陽電池アレイを利用した模擬地絡試験装置の構

築を行った。また、ブラインドのない地絡検知装置の検

討を行い、プロトタイプを作製し、屋外の稼働中の PV

での動作確認を行った。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］太陽光発電、太陽電池、モジュール、安

全、火災、感電 

 

［研 究 題 目］IoT 技術開発加速のためのオープンイノ

ベーション推進事業／IoT 技術開発加速

のための設計・製造基盤開発 

［研究代表者］金 正剛 

（エレクトロニクス・製造領域長） 

［研究担当者］金丸 正剛、青柳 昌宏、森田 行則、 

福田 浩一、遠藤 和彦、菊地 克弥、

山田 浩治、多田 哲也、池原 毅、 



研 究 

(488) 

竹下 直、安田 哲二、服部 淳一、 

浅井 栄大、前田 辰郎、入沢 寿史、

渡辺 直也、馮 ウェイ、池上 努、 

岡野 誠、Cong Guangwei、 

前神 有里子、大野 守史、 

Chang Wen Hsin 

（常勤職員21名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 低消費電力化につながる IoT（Internet of Things）

デバイスの開発を対象として、その試作等を行うための

高度なオープンイノベーション研究開発拠点を産総研の

スーパークリーンルーム（SCR）およびナノプロセシ

ング施設（NPF）に整備することにより、民間企業、

大学、公的研究機関等による IoT 技術開発を加速させ

ることが目的である。SCR では三次元実装（中間工

程）関連装置群およびシリコンフォトニクス関連装置、

老朽化した計測装置群の整備を行い、NPF では電子線

描画装置、薄膜堆積装置、エッチング装置等を導入した。

また、本拠点と連携して実用化研究を行う事業者の拠点

活用を円滑に進めるために不可欠なデバイス設計基盤の

構築、新規導入装置の立ち上げ、プロセス基盤確立等の

デバイス開発支援を行った。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］IoT、Internet of Things、拠点形成、 

オープンイノベーション、TIA、SCR、

NPF 

 

［研 究 題 目］IoT 推進のための横断的基盤技術開発プ

ロジェクト／省電力 AI エンジンと異種

AI エンジン統合クラウドによる人工知

能プラットフォーム 

［研究代表者］工藤 知宏 

（東京大学情報基盤センター） 

［研究担当者］工藤 知宏（東京大学情報基盤センタ

ー）、高野 了成、池上 努、 

須崎 有康、田中 哲、広渕 崇宏、

Jason HAGA（情報技術研究部門 常勤

職員6名）、大内 真一、更田 裕司（ナ

ノエレクトロニクス研究部門 常勤職員

2名）、村川 正宏、野里 博和（人工知

能研究センター 常勤職員2名）、 

並木 周、石井 紀代、天野 建（電子

光技術研究部門 常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 人工知能による高度なデータ処理の実現と、これに必

要な消費電力の低減が IoT における差し迫った課題で

ある。本プロジェクトでは、エッジ側とクラウド側双方

で電力性能比10倍を実現する人工知能処理の共通基盤

技術を開発する。エッジ側では、推論処理の省電力・省

スペース化と実時間対応を目標に、人工知能アルゴリズ

ムをハードウェアで実装した省電力 GPU 推論学習エン

ジンと、設計・実装プラットフォームを開発する。クラ

ウド側では、最適な AI エンジンを組み合わせることに

より学習処理を効率化する異種エンジン統合アーキテク

チャ及びシステムソフトウェアを開発する。 

 産総研分担の活動内容は、異種エンジン統合クラウド

におけるシステムソフトウェア FlowOS の開発である。 

 3年計画の2年目となる平成29年度は、（1）FlowOS-

API の試作を行い、AI エンジンや処理内容に応じて

Python、C/C++、CUDA、OpenCL で記述された処理

の流れを有向非循環グラフとして定義し、実行する仕組

みを実装した。さらに FlowOS-API を用いてニューラ

ルネットワークモデル LeNet5の推論部を実装し、機能

性の検証を行った。（2）FlowOS-RM に関して、昨年度

開発した試作システムを拡張し Bare Metal Container 

(BMC)による OS デプロイ機能との連携を実現した。

（3）アプリケーションや入力データに応じて、アプリ

ケーションからカーネルまでを一貫して最適化するフル

最適化を提案し、HPC アプリケーションでの効果を確

認した。（4）深層学習の訓練におけるデータフォーマ

ットのビット数縮小を検討し、学習精度を保ったまま9

ビットまで縮小できる方式を提案した。これらの活動を

通して、国際会議発表1件、国内研究会発表3件、国際

展示会出展1件、特許出願1件を行った。 

［領 域 名］情報・人間工学、エレクトロニクス・製

造 

［キーワード］計算機システム、オペレーティングシス

テム、人工知能、ネットワーク 

 

［研 究 題 目］IoT 推進のための横断技術開発プロジェ

クト／超低消費電力データ収集システム

の研究開発 

［研究代表者］松川 貴（ナノエレクトロニクス研究部

門） 

［研究担当者］松川 貴、森 貴洋、森田 行則、 

福田 浩一、右田 真司、更田 裕司、

服部 淳一、浅井 栄大、昌原 明植 

（常勤職員9名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究テーマは、IoT センサーノード向けの超低消費

電力な集積回路の実現を目指したものである。このため

に、現状の MOSFET を凌駕する on/off 急峻性をもつシ

リコントンネル FET（TFET）の研究開発を進めてい

る。平成29年度においては下記項目につき研究開発を

推進した。 

i）オフ電流目標（0.1 pA/m）を実測ベースで達成す

ることを目指し、TFET の試作評価を進めた。ドレイ

ン接合をゲート電極から一定距離離すドレインオフセ

ット構造により、オフ電流を有効に低減できることが、

シミュレーションベースの検討で明らかになっている。
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この知見を元に試作を行い、実測ベースで、オン電流

を犠牲にすること無くオフ電流を低減でき、目標とな

る0.1 pA/m 以下が達成されることを確認した。 

ii）TFET の短チャネル効果に関する研究を推進した。

シミュレーションベースでゲート長を縮小した場合の

影響を検討した。通常構造 TFET ではゲート長30 

nm 以下でリーク電流が増加するが、ドレインオフセ

ット導入でリーク電流増加がほぼ抑制できる見通しを

示した。 

iii）TFET の大規模集積回路化を進めるにあたり解決す

べき問題として、TFET 固有の特性ばらつきについて

研究を進めた。ソース接合端の不純物に関して、離散

的な不純物の位置ばらつきを再現するシミュレーショ

ンを行い、離散的な不純物位置に応じた特性変動が発

生すること、平均的な不純物濃度を向上させることで

ばらつきが抑制できる見通しを得た。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］IoT、トンネル FET、センサーノード、

CMOS、省電力 

 

［研 究 題 目］IoT 推進のための横断技術開発プロジェ

クト／組合せ最適化処理に向けた革新的

アニーリングマシンの研究開発 

［研究代表者］川畑 史郎（ナノエレクトロニクス研究

部門） 

［研究担当者］川畑 史郎、小池 帆平、菊地 克弥、

遠藤 和彦、山森 弘毅、浮辺 雅宏、

神代 暁、前澤 正明、猪股 邦宏、 

今福 健太郎、牧瀬 圭正、片下 敏宏、

日置 雅和、山田 隆宏、渡辺 直也、

フェン ウェイ、渡邉 千春、藤井 剛、

日高 睦夫、永沢 秀一、中川 格、 

バシリオス カラニコラス 

（常勤職員18名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 大規模な超伝導量子アニーリングマシンの実現を目指

して、以下の研究テーマに関して研究開発を行った。産

総研が提案した拡張性を有する量子アニーリングマシン

を実現するための量子ビットとカプラーからなる量子ビ

ットチップと読出し回路と制御回路からなら能動インタ

ーポーザのデバイス構造と作製プロセスを決定した。ま

た、因数分解回路と要素回路評価を行うための評価回路

のデバイス構造と作製プロセスも構築した。ASAC

（Application Specific Annealing Circuit）方式を用い

た3ビット因数分解回路の設計およびインダクタンスな

どの回路パラメータ抽出、動作マージンの評価を行うた

めの要素回路の設計を行った。これらの要素回路を統合

して因数分解回路全体の設計を行い、要素回路とともに

試作用フォトマスクを作製し、試作に着手した。量子ビ

ットチップと能動インターポーザとのフリップチップ接

続を行うためのテスト回路設計、作製プロセス構築を行

い、この仕様を満たすバンプが作製できることを確認し

た。また、因数分解回路のデータを取り込んだ熱解析を

行い、フリップチップ接続された量子ビットチップが十

分な温度に冷却されることを確認した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造、情報・人間工

学 

［キーワード］量子アニーリング、組合せ最適化問題、

超伝導エレクトロニクス、人工知能、量

子コンピュータ、超伝導集積回路、IoT 

 

［研 究 題 目］IoT 推進のための横断技術開発プロジェ

クト／超高速・低消費電力ビッグデータ

処理を実現・利活用する脳型推論集積シ

ステムの研究開発 

［研究代表者］秋永 広幸（ナノエレクトロニクス研究

部門） 

［研究担当者］秋永 広幸、内藤 泰久、島 久 

高橋 慎（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

目的： 

 情報処理に要する消費エネルギーを非連続的に低減し、

機能的にも従来型計算機の不得意な処理を補完する革新

的情報処理である「脳型推論集積システム」の研究開発

を行う。日本の強みとされているエッジ処理に「脳型推

論集積システム」を適用することで、リアルタイムで画

像映像解析等に係わる大規模データ処理を可能とする。

具体的には、極低消費電力の脳型推論システムを構成す

る新アナログ型抵抗変化素子の、大規模集積化プロセス

開発、エッジ側処理における機械学習器・アクセラレー

タの電力を大幅低減する技術開発と、ビッグデータ応用

開拓のためのニューラルネット演算モデルを開発する。 

年度進捗状況： 

項目1：効率的・適応的機械学習回路「試行錯誤エンジ

ン」の研究開発に関しては、1 V 以下の動作電圧の実証

に成功した。 

項目2：アナログ型抵抗変化素子の大規模集積化プロセ

スの研究開発に関しては、低消費電力で、かつアナログ

動作制御性の高い素子構造の最適化に関する指針を得る

ことができた。 

項目3：ハードウェア指向深層学習とシステムアーキテ

クチャの構築に関しては、重み符号固定学習方法の定量

的評価を行った。 

項目4：脳型推論集積システムの機能実証と実用化に関

しては、低電力ニューラルネットワークシステム演算回

路が実装された原理検証用テストチップの評価を行った。 

項目5：脳型推論集積システム社会実装に向けた成果最

大化に関しては、FPGA Shield for Arduino のパブリッ

クベータテスト、試作環境等を活用した第2回の人材育

成スクール開催、国際標準化提案を行った。 
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［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］脳型推論、深層学習、電子デバイス 

 

［研 究 題 目］超先端材料超高速開発基盤技術プロジェ

クト 

［研究代表者］山田 保誠（構造材料研究部門） 

［研究担当者］田澤 真人、山田 保誠、岡田 昌久、

垣内田 洋、胡 致維、堀田 裕司、 

今井 祐介、冨永 雄一、伊豆 典哉、 

劉 崢（常勤職員10名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 超先端材料超高速開発基盤技術プロジェクトのうち、

「⑥様々な界面制御技術による自在なヘテロ接合素材の

開発」を分担し、平成30年度末までにポリマーへの均

一ナノ粒子を分散するプロセス技術を確立することを目

標としている。具体的には、均一ナノ粒子の合成プロセ

スを確立し、さらに、表面改質することで分散液中に凝

集することなく均一に分散させるプロセスを確立する。

また、湿式ジェットミル法を用いた新たな粒子解砕・混

練システムを構築し、並行してポリマー中への粒子分散

過程に係るモデル実験を実施する。 

平成29年度は、マイクロ波水熱合成装置および連続

水熱合成装置を用いて作製することで VO2ナノ粒子が

従来の水熱合成法で作製した粒子と比べ大幅に小径化・

短時間合成できることを示した。また、湿式ジェットミ

ル法に関しては、アルミナの原料粉をモデル材料として、

前処理を施すことでアルミナナノ粒子の凝集体を易解砕

することができ、もっとも易解砕できるものでは、原料

の1/5程度の力で凝集体が解砕できることを見出した。

また、凝集体がせん断を加えた時にポリマー中に分散さ

れる様子を顕微鏡下でリアルタイムに直接観察し、凝集

状態やせん断条件と分散の進行の関係についてデータの

蓄積を進めた。このようなデータをフィラー分散予測シ

ミュレータの予測精度向上につなげている。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］ナノ粒子、均一分散、解砕、混練、水熱

合成、湿式ジェットミル、ナノ粒子分散

材料 

 

［研 究 題 目］高輝度・高効率次世代レーザー技術開発 

［研究代表者］黒田 隆之助（分析計測標準研究部門） 

［研究担当者］黒田 隆之助、三浦 永祐、田中 真人、 

大島 永康、O'Rourke Brian、 

藤原 健、齋藤 直昭、高鍋 彰文、 

澁谷 達則、MAO Wenfeng（分析計測

標準研究部門）鳥塚 健二、高田 英行、

吉富 大（電子光技術研究部門） 

大村 英樹、奈良崎 愛子、吉田 剛

（機能化学研究部門）宮本 良之（機能

材料コンピュテーショナルデザイン研究

センター）（常勤職員13名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

レーザー技術は、世界的に次世代ものづくり産業技術

の中核として期待されており、今後も市場の拡大が見込

まれている。しかし、様々な加工条件に合わせて効率良

く、また付加価値の高い加工等するためには、現在のレ

ーザーは、波長や輝度（出力とビーム品質）、効率等の

多くの点で技術的な課題を有する。日本が世界的トップ

ランナーとして、これまでにない高効率かつ高輝度（高

出力・高ビーム品質）なレーザー技術を開発することで

温室効果ガス排出の削減を図るとともに、日本のものづ

くり産業の競争力強化を目指す。 

その中で、レーザー加工の計測評価基盤技術の開発に

向けた取組として H29年度は以下の研究開発を進めた。

レーザー加工部位の特性を原子レベルで計測可能なフラ

グメントイオン計測装置の開発については、パルス幅

100フェムト秒のレーザー光源を用い、性能評価を行い、

さらに典型的な固体材料として金及び石英試料のフラグ

メントイオン計測を行った。さらに、第一原理シミュレ

ーションを用いて酸化グラフェンおよび石英の高強度レ

ーザー照射による非熱的挙動の解析及びそのパルス幅依

存性を検討した。 

また材料と光との相互作用データベース構築のための

取組としては、前年度に実施した光学設計等を基に、可

視～真空紫外域でのエリプソメトリー分光計測装置を製

作し、Si ウェハーなどの標準的な試料の計測から装置

性能を評価した。この装置や既設の分光分析装置等によ

り、ガラス材料等の吸収係数や屈折率スペクトルの計測

を開始した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］次世代レーザー技術、レーザー加工評価

技術、光計測技術、超短パルス技術 

 

［研 究 題 目］IoT 推進のための横断技術開発プロジェ

クト／Sensor－ to－Cloud Security ～ 

ビッグデータを守る革新的 IoT セキュリ

ティ基盤技術の研究開発 

［研究代表者］菊地 克弥（ナノエレクトロニクス研究

部門） 

［研究担当者］菊地 克弥、昌原 明植、高橋 健司、

藤野 真久、入沢 寿史、渡辺 直也、

馮 ウェイ、青柳 昌宏、荒賀 佑樹、

林 瑛瑛、島本 晴夫、浮田 茂也、 

馬 莱娜、橋野 健、藤井 裕美 

（常勤職員8名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

 近年、IoT に代表されるように、さまざまな情報の高

度利活用が検討されている。それに従い、プライバシー

保護の観点などから、それらの情報のセキュアな管理が

一層重要となっている。しかしながら、従来の暗号技術
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を単純に適用した場合、暗号化状態のままでデータ処

理・管理を行うことが困難であるため、情報の高度利活

用を行う上で問題となる。この問題に対し、単にデータ

の秘匿性を保証するだけでなく、高度なセキュリティを

保ったまま、データの高度利活用を可能とする暗号技術

は、高機能暗号と呼ばれている。高機能暗号とは、単一

の暗号技術の呼称ではなく、従来の暗号技術の単純な利

用が問題となるさまざまな状況に対応するための個別の

新規暗号技術の総称であり、主として公開鍵暗号の機能

を究極に近い形で発展された暗号技術と位置づけられる。 

 高機能暗号をスケーラブルにハードウェアとして構築

するため、アーキテクチャ、回路システム、デバイス集

積、セキュア実装を垂直統合する研究開発を推進する。 

 平成29年度は、高機能暗号向け先端デバイス集積に

おいては、高機能暗号チップの2.5D 及び3D 物理実装に

向けたシリコン貫通電極 TSV の小径化と厚膜配線の構

築に向けてプロセス技術の構築を進めた。また、微細

TSV 及び低電源インピーダンス配線、超多ピン積層構

造において、計測や不良解析等が必要になるため、この

構造における電気・熱応力に関する評価技術の解析や実

測に向けた評価技術の構築を進めた。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］IoT、セキュリティ、高機能暗号、先端

デバイス集積、2.5D 及び3D 実装、シリ

コン貫通電極 TSV、電気・熱応力特性

解析 

 

［研 究 題 目］植物等の生物を用いた高機能品生産技術

の開発／植物の生産性制御に係る共通基

盤技術開発／ゲノム編集の国産技術基盤

プラットフォームの確立 

［研究代表者］加藤 義雄 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］加藤 義雄、宮岸 真 

（常勤職員2名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 植物等による物質生産機能の制御・改変及びその産業

化に向けて、既存のゲノム編集酵素では対応が困難な新

規のゲノム編集関連技術を開発し、生物を利用した物質

生産における我が国の産業競争力を向上させるための新

たな技術基盤の形成を目指す。ゲノム編集とは生命の設

計図とも呼ばれるゲノム DNA 配列を、DNA 配列を認

識する認識ドメインと DNA 配列を改変する酵素ドメイ

ンから構成される人工的な酵素を用いて自由自在に書き

換える技術である。これまでに ZFN、TALEN および

CRISPR といったゲノム編集酵素が海外において開発

されているが、各々の技術では対応しきれない課題も見

受けられる。そこで、新規な DNA 認識ドメインを開発

して多様な標的配列や精度の高い配列設計を行うことを

目的とする。既に国内外において苛烈な研究競争が行わ

れている中で新規酵素を探索または創製することは極め

てハードルが高いことが予想されるものの、これまでの

専門分野の知見を活用した独自のアプローチにより、新

規認識ドメインの開発に挑戦していくことを目標とする。

今年度においては、核酸化学の知見を活用し修飾核酸等

を利用した核酸性の DNA 認識ドメインの新規開発に向

けて、探索条件の最適化やモデル実験系の組み立てを行

った。細胞内へのゲノム編集酵素の導入に関しては、従

来は適用が報告されてこなかった生物種においてタンパ

ク質デリバリー法によりゲノム改変できることが明らか

となり、さらなる条件の最適化を行なっている。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］ゲノム編集、DNA、RNA 

 

［研 究 題 目］再エネ出力抑制対応水素製造及び熱化学

昇圧と街区における水素利用マネジメン

トの技術開発 

［研究代表者］前田 哲彦（再生可能エネルギー研究セ

ンター） 

［研究担当者］前田 哲彦、遠藤 成輝、五舛目 清剛、

黒坂 万里子（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 再エネ出力抑制対応水素製造及び熱化学昇圧と街区に

おける水素利用マネジメントの技術開発について、平成

29年度は、フィジビリティスタディとして終了年度で

あり、プロジェクトの総括を行った。以下に要約をまと

める。将来システム全体の姿の仮説の検討において、

2030年に現時点での福島県の PV の認定量が全量入る

と仮定し、1時間ごとの太陽光発電量データベースを作

成するとともに、全国の長期エネルギー需給見通しを基

に、福島県全体の2030年の電力需要量を推定して1時間

ごとの電力需要量のデータベースを作成した。これらの

データベースと、各地区の火力発電所、水力発電所の発

電量、基幹系統を考慮してシミュレーションモデルを構

築し、福島県における余剰電力を算出した。また、経済

性・技術成立性の評価については、水素製造、貯蔵・輸

送、利用に分けて検討した。水素製造については、アル

カリ水電解と PEM 水電解と比較・検討し、PEM は起

動停止が可能であることや部分負荷運転時にも高効率で

あり、アルカリ電解に対して優位性があると評価した。

貯蔵・輸送技術については、吸蔵合金、液化水素、MCH

との比較・検討し、郊外から街区へ輸送・利用する場合

には、水素昇圧して輸送する方式が、経済的には有利と

なることを確認した。街区での利用については、余剰電

力の50 %を水素に置換するものと仮定してシミュレーシ

ョンにより装置の規模を決定し、各機器の10年 LLC か

ら水素供給コストを算出して経済性を評価した。 

 技術開発フェーズにおける実証に必要なミニマムシス

テムの検討では、メガソーラの PCS サイズから、PEM

型水電解装置100 kW クラスを1ユニットと想定し、そ
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こから水素昇圧速度、輸送量、建物での水素利用量を想

定した。また、実証における設備機器仕様の検討では、

水素製造装置は20 ft コンテナに除湿塔、電源装置も含

めて格納するものとし、水素昇圧装置は12 ft コンテナ

に反応器、防消火設備等を格納した移動式の昇圧装置と

した。利用側の水素貯蔵は、2ユニット構成として合金

には消防法危険物非該当のものを使用し、FC 排熱は回

収して水素貯蔵装置の加温および給湯、空調に利用する

システムの仕様を決めた。技術開発フェーズ試験計画概

要の策定では、水素製造、貯蔵・輸送、利用に分けて確

認すべき技術課題の抽出をおこなうとともに、達成すべ

き定量的目標値の設定、試験計画概要の策定をおこなっ

た。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］水素エネルギーシステム、街区利用、水

素吸蔵合金、熱化学昇圧 

 

［研 究 題 目］エネルギー・環境新技術先導プログラム

／大型超軽量構造材料の AI 利用・高解

像度計測技術の研究開発 

［研究代表者］藤原 健（分析計測標準研究部門） 

［研究担当者］藤原 健、加藤 英俊（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究開発は、X 線を用いた画像診断技術を高度化す

ることにより、大型構造部材であってもナノオーダーの

欠陥（異物、歪み）まで解析可能な健全性検査システム

に必要な基本技術の開発を行い、以下の結果を得た。 

 プラズマディスプレイの製造技術として開発された、

画素を区切るための高精細隔壁形成技術をシンチレータ

の製造技術に適用し、X 線検出面を画素化することで光

拡散を抑制した高解像度シンチレータの開発を行った結

果、検出面積：25 cm×30 cm、ピッチ：200m であ

るセル方式シンチレータを作製した。 

 高精細隔壁形成技術を用いて試作したピクセルサイズ

200 m ピッチのシンチレータと、低消費電力の IGZO

を素子に用いたセンサー基板と組み合わせ、高解像度な

X 線カメラ（検出器）の試作と評価を行った結果、検出

面積：25 cm×30 cm、解像度（鮮鋭度）：＞0.72＠2 

lp/mm である X 線検出器が作製できた。 

 乾電池で駆動可能な低消費電力を実現し、かつナノオ

ーダーの検査用に焦点を微小化した、微小フォーカス X

線源を開発した結果、X 線エネルギー：20 kV～80 kV、

X 線焦点サイズ：一般的な小型バッテリー（容量5000 

mAh 以下）で駆動可能な X 線発生装置を作製できた。 

 さらに、AI 技術により、膨大な計測データをビッグ

データ化し、ディープラーニングによって新たな材料・

構造設計を提案可能な解析システムの調査研究を行い、

AI 技術により、膨大な計測データをビッグデータ化し、

ディープラーニングによって新たな材料・構造設計を提

案可能な解析システムを調査研究した結果、AI のイン

プット、アウトプットなどの仕様を明確にし、CFRP

のニーズ把握、材料設計へのフィードバック方法の道筋

を明確にした。また、本計測技術が完成した後、自動化

等を含むシステム化の実現の見通しを得た。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］X 線イメージセンサ、CFRP、カーボン

ナノ構造体、X 線源、非破壊検査、AI 

 

［研 究 題 目］エネルギー・環境新技術先導プログラム

／ビッグデータ適応型の革新的検査評価

技術の研究開発 

［研究代表者］藤本 俊幸（物質計測標準研究部門） 

［研究担当者］藤本 俊幸、加藤 晴久、黒河 明、 

桜井 博、東 康史、熊谷 和博、 

高橋 かより、中村 文子、時崎 高志、 

重藤 知夫、稲垣 和三、宮下 振一 

（常勤職員11名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 「ナノ粒子複合計測システム」を構成する個別計測法

毎に、測定値の計量計測遡及および信頼性に及ぼす効果

が図示されたフィッシュボーンダイヤグラム（FBD）

を作成した。さらに作成された FBD の適切性評価を、

ナノ材料の産業利用を支える計測ソリューションコンソ

ーシアム（COMS-NANO）で開発している「ナノ粒子

複合計測システム」評価方法に基づいて作成されたモデ

ル試料を利用して実施した。具体的にはフィールドフロ

ーフラクショネーション（FFF（CF3））処理における

出力の変動要因を明確にし、FFF（CF3）の変動要因が

各計測法の評価結果に及ぼす効果を FBD に取り入れる

ことを達成した。開発された FBD は本事業内容項目 B-

1（複数の分析計測装置によるデータを統合的に取り扱

う環境の整備）で開発されたビューアーにおける“分析

機器ユーザー”への“測定時または解析時における測定

者の注意すべき点の提示”ならびに、“装置メーカー”

への“精確な計測値を出すための計測機器開発のための

改善点の提示”に該当する“各種データの信頼性・質の

評価と取扱いに関する指針”の根幹となっていることを

付記する。さらに評価結果を元に計量計測の3R 評価を

実施し、独立可用性適用範囲の観点から計測に関する課

題を各種計測法毎に整理した（課題抽出完了）。本3R

評価は本事業内容項目 A（共通データ・フォーマットを

用いたデータコンバータの開発）において選択された要

素群に独立可用性に係り、重要な役割を持つ。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］ナノ材料、電子顕微鏡、動的光散乱、原

子間力顕微鏡、誘導結合プラズマ質量分

析、流動場分離法、不確かさ、フィッシ

ュボーンダイヤグラム 

 

［研 究 題 目］エネルギー・環境新技術先導プログラム
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／ファインケミカルズ製造のためのフロ

ー精密合成の開発 

［研究代表者］小林 修（触媒化学融合研究センター） 

［研究担当者］小林 修、佐藤 一彦、浅川 真澄、 

島田 茂、小野澤 俊也、市塚 知宏、

藤谷 忠博、甲村 長利、田村 正則、

今 喜裕、矢田 陽、洪 達超、 

井上 朋也、平間 宏忠、古屋 武、 

根岸 秀之、吉宗 美紀、宮沢 哲、 

金久保 光央、川﨑 慎一朗、 

川波 肇、石坂 孝之、藤井 達也、 

長尾 育弘（常勤職員24名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

 ファインケミカルズにかかわる世界市場は約120兆円

と言われ、今後さらに成長することが見込まれている。

しかしながらその製造法は、有機合成化学に立脚したバ

ッチ法で行われ、多くの廃棄物を排出し、その処理に膨

大なエネルギーが消費されている。今後、我が国の持続

可能な発展のためには、このファインケミカルズ製造の

効率化と、廃棄物の削減は必要不可欠な技術である。そ

こで本研究開発では、ファインケミカルズの製造の中で

も使用頻度が高い反応（「基幹5反応」と定義）をフロ

ー法で行えることを実証するため、「1. 反応・触媒の開

発」を中心に、反応開発のみでは実現し得ない平衡移動

や共生成物の分離のための「2. フロー合成用反応器の

開発」、「3. 分離・精製技術の開発」を協調しながら進

める。また、将来的に装置の自動化に必要となる、「4. 

モニタリング制御技術の課題明確化」にも取り組み、フ

ロー法でファインケミカルズを製造する技術への道筋を

つけることを目的とする。 

 平成29年度産総研において、「1. 反応・触媒の開発」

では、基幹5反応の中でも、主に、酸・塩基触媒を用い

る炭素－炭素結合生成反応、酸化反応および水素化反応

の3反応を中心に、フロー反応用触媒の検討を行った。

結果、ディールスアルダー反応（酸・塩基触媒を用いる

炭素－炭素結合生成反応）やアルコールをアルデヒドに

選択的に変換する反応（酸化反応）などにおいて、1 g 

h-1dl-1以上の効率で24時間以上反応を促進する触媒を見

出した。また、「2. フロー合成用反応器の開発」では、

エステル化・アミド化反応を促進する反応器に用いる脱

水膜を指向した中空糸炭素膜を作成し、水/IPA（イソプ

ロパノール）をモデル系とした脱水性能の評価を行っ

た。結果、水透過度8×10-7 mol m-2s-1Pa-1、水選択性

10000以上の脱水性能を有する膜を見出した。「3. 分離

・精製技術の開発」では、連続抽出技術の一つとして、

液体 CO2を用いた連続抽出の検討を行った。4-シアノ

ビフェニルを鈴木カップリング反応で合成する場合のモ

デル溶液を作り、モデル溶液流量0.1 g s-1、液体 CO2流

量0.2 g s-1、温度60 ℃、圧力20 MPa の条件において、

85 %の抽出率で目的物を連続抽出することに成功し

た。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］フロー合成、連続生産、固定化触媒、 

分離膜、連続抽出 

 

［研 究 題 目］ライフラインコアモニタリングシステム

の研究開発／コアモニタリング用センシ

ング・発電デバイスの開発 

［研究代表者］伊藤 寿浩（集積マイクロシステム研究

センター） 

［研究担当者］伊藤 寿浩、小林 健、岡田 浩尚、 

武井 亮平、魯 健、張 嵐、 

鈴木 章夫、牧本 なつみ 

（常勤職員6名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

本開発では、振動発電センサデバイスと鹿威し回路を

組み合わせることで、振動波形のピーク値だけをモニタ

リング可能となり、消費電力を1/100程度に低減しなが

らポンプの異常診断ができるセンサ端末を実現する。具

体的には、平成29年度は特に、センサ端末の高機能化

に資する超低消費電力の振動センサを開発した。当該端

末は、鹿威し回路を利用して無線送信の頻度による異常

診断を行うが、より堅牢な異常診断を実現するためには

1 kHz 以上の周波数の振動線分を検知可能な振動センサ

を別途付与することが望ましい。ところが、振動発電か

ら得られる電力は極めてわずかであるため、これを端末

へ実装するには低消費電力であることが必須であって、

既存の振動センサを活用することは困難である。そこで、

圧電 MEMS 技術を活用したセンサと低消費電力の増幅

回路を組み合わせることとした。センサには AlN 圧電

薄膜を用いた MEMS 片持ち梁を採用し、増幅回路は、

省電力を削減するために一つのオペアンプから成る簡易

な回路構成とした。その結果、消費電流を30 A に抑制

しつつ感度80,000 mV/g を有する振動センサを開発し

た。既存の高感度加速度センサが1,000 mV/g 程度の感

度であることを考えると、極めて高感度である。開発さ

れた振動センサを実際に商用運転されている地冷設備の

ポンプに取り付けたところ、ポンプの運転中と停止中の

振動を完全に判別可能であることが明らかとなった。ま

た、周波数によっては、ポンプに接続されている配管を

通して伝搬してくる微小な振動を検出し、ポンプの異常

診断だけにとどまらず、配管の異常診断にも活用できる

可能性が示唆された。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］圧電、MEMS、振動発電、低消費電力 

回路 

 

［研 究 題 目］ウェハーサイズ3次元ナノインプリント

モールド用超高速電子ビーム加工装置の

研究開発 
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［研究代表者］廣島 洋（集積マイクロシステム研究セ

ンター） 

［研究担当者］廣島 洋、高木 秀樹、尹 成圓、 

倉島 優一、鈴木 健太 

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 ウェハーサイズ高輝度光学部品、半導体レーザー、実

装配線基板等、多品種デバイスの量産技術として、大面

積ナノインプリントリソグラフィの必要性が高まってお

り、大面積モールドの低コスト作製技術が重要課題とな

っている。 

 本事業では、3年間の全体目標において、産総研と民

間企業が共同で、従来の加工技術に比べて生産性が1万

倍以上高い、100 nm レベルの（レーザー描画では実現

不可能な領域の）微細加工技術、および、リソグラフィ

用特殊モールド作製技術を開発する。 

 本年度には、モールドパターン形状パラメータがイン

プリント時の充填時間や残膜均一化効果に及ぼす影響を

調べ、容積均一化モールドの設計手法の体系化に必要な

データベースを構築した。また、樹脂の変形挙動を考慮

した元モールド図面の分割処理法、容積均一化のための

補正パターンの生成法等、ソフトウェアのコア機能のプ

ログラム化原理を体系化した。これら結果に基づき、大

容量モールド図面ファイルに対しての高速区画分割、高

速描画、高速データ処理を可能とする大規模 GDSII デ

ータの高速切り出し機能を実装した容積均一化モールド

設計ソフトウェアを試作した。また、セルアライメント

エッチング技術による8インチ容積均一化マスターモー

ルドの作製プロセスを開発した。 

凝縮性ガスを用いる貼り合せ機のベースとなるプロト

タイプ機の作製においては、高精度貼り合せ装置のベー

スとなるプロトタイプ機の設計や作製を行い、貼り合わ

せ機構の基本動作テストを行った。基板とモールド支持

部の構成の検討のため、シリコーンレプリカモールドの

作製プロセスを構築した。凝縮性ガス濃度シミュレーシ

ョンと小型基板用の貼り合せ治具等を用いて、凝縮性ガ

スによる気泡欠陥防止の検証を行った。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］光ナノインプリント、超高速電子ビーム

加工装置、モールド設計ソフトウェア、

残膜均一化、大面積高精度ナノインプリ

ントリソグラフィ 

 

［研 究 題 目］エネルギー・環境新技術先導プログラム

／極微小液滴が形成する反応場を用いた

ナノ材料の構造・機能制御技術の研究開

発 

［研究代表者］脇坂 昭弘（環境管理研究部門） 

［研究担当者］脇坂 昭弘、小原ひとみ、佐野 泰三、

寺本 慶之、富永 健一、根本 耕司、

市川 廣保、嶋本 康広、渡辺 悟 

（常勤職員6名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 フェムトリアクターは、エレクトロスプレー法により

液体をフェムトリットルレベルの極微小液滴に微細化

し、それらの移動を電場で制御することにより、極微小

液滴内で混合、分離、加熱を高速化し、高選択的な化学

反応制御を省エネルギー・低環境負荷で実現する革新的

な反応制御技術である。このフェムトリアクター技術の

基本原理が確立したため、具体的な用途に適用し実用性

を評価する段階となった。今年度はフェムトリアクター

技術をナノ材料の構造・機能制御に適用することを目的

として、以下の4分野で開発実績が豊富な企業と連携し

て研究を進めた。ⅰ）量子ドット分野：ディスプレイ用

発光性半導体ナノ粒子のサイズ制御を目指して、フェム

トリアクターによる高温混合反応制御を行い、サイズ制

御因子を特定した。ⅱ）高分子材料分野：乳化重合に変

わる高分子材料合成法として、極微小液滴内でモノマー

と重合開始剤を混合する合成法を開発した。ⅲ）金属ナ

ノ粒子触媒分野：排ガス用触媒となる白金族ナノ粒子の

サイズ制御を可能にして、従来法よりも高活性な触媒調

整が可能となることを実証した。ⅳ）導電加工用金属ナ

ノ粒子量産化分野：フェムトリアクターにより導電加工

用銀ナノ粒子の合成制御が可能なことを実証し、量産化

に対応した試験装置を製作してスケールアップに関する

基盤技術を開発した。 

［領 域 名］エネルギー・環境  

［キーワード］フェムトリアクター、エレクトロスプレ

ー、触媒、有機合成、量子ドット 

 

［研 究 題 目］エネルギー・環境新技術先導プログラム

／ナノ半導体材料の高度構造制御と革新

低コスト半導体デバイスの研究開発 

［研究代表者］片浦 弘道（ナノ材料研究部門） 

［研究担当者］片浦 弘道、平野 篤、斎藤 毅、 

桒原 有紀、田中 丈士、浅野 敏、 

田山 雄一（常勤職員5名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題では、低コスト・高性能な半導体デバイス

の実現に必要となる、半導体型カーボンナノチューブ

（CNT）の飛躍的な性能向上に向けた基本検証として、

半導体 CNT の直径と長さを高度に制御する分離技術の

研究開発に取り組んでいる。今年度は、直径分布が広い

単層 CNT 原料から金属・半導体分離＋直径分離により

直径が制御された高純度半導体 CNT を得る技術の開発

を行った。CNT 試料には名城ナノカーボン社の eDIPS 

CNT（EC1.5）を用いた。CNT の金属･半導体分離には、

産総研で提案者らが開発した量産型分離技術であるゲル

カラムクロマトグラフィー法を用いた。半導体型 CNT

を選択的にゲルに吸着させた後、3種類の陰イオン界面
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活性剤の混合溶液を用いて溶出条件を段階的に変化させ、

直径分離ができる条件を検討した。その結果、産総研で

直径を制御して合成した eDIPS-CNT から得られる半

導体型 CNT と同等の直径分布を示す高い直径均一性を

持つ半導体型 CNT を分離することに成功した。また、

サイズ排除クロマトグラフィーにより長さ1 m 以上の

長尺 CNT の分離を目指した研究も進めた。当初は金属

型と半導体型の CNT を分離した後に得られる半導体型

CNT をサイズ排除クロマトグラフィーで長さ分離を行

った。しかしながら、分離の順序が重要であることが判

明し、長さ分離の後に金属型･半導体型分離を行うこと

により、長さの平均値が1.7 m の半導体型 CNT を得

ることができた。光吸収スペクトル測定の結果から、長

さの異なる CNT でも同等の純度の半導体型 CNT が得

られることを示した。年度途中にステージゲート評価が

行われたが無事通過し、次年度も引き続き研究を推進す

る。 

［領 域 名］材料・化学   

［キーワード］カーボンナノチューブ、半導体型、直径、

長さ、分離 

 

［研 究 題 目］エネルギー・環境新技術先導プログラム

／生産性と省エネ化を向上させる認知行

動支援 VR/AR 技術の開発 

［研究代表者］大山 潤爾（人間情報研究部門） 

［研究担当者］大山 潤爾、井野 秀一、近井 学、 

大隈 隆史、村井 昭彦 

（常勤職員5名、他） 

［研 究 内 容］ 

本研究が先導する国家プロジェクトでは、様々な分野

における BtoB の認知行動支援サービスを創出・整備す

る共通開発基盤として、「情報支援技術評価プラットフ

ォーム」を構築し、設計・工程計画・作業・コミュニケ

ーションにおける認知と行動を効率化する情報支援技術

の実用化を推進することで、生産性を向上し、消費電力

を削減することを目指す。 

本年度の先導研究では、2つのテーマで国プロ実施に

向けた研究開発を行った。一つは、情報支援技術の具体

事例としての溶接作業支援技術の開発である。触覚フィ

ードバックに関する研究、作業行動の計測・解析技術の

開発、行動のリアルタイム3次元可視化技術の開発、注

意誘導技術に関する研究、そして、動作と視線と触覚フ

ィードバックに対応した溶接作業支援評価コンテンツの

開発を行った。これらを統合することで、溶接作業の認

知行動支援技術を開発し、溶接未経験者を対象に、開発

した溶接作業支援システムでの学習効果と、従来の一般

的なマニュアル情報を使った学習効果を比較し、作業効

率の5 %以上の向上を達成できることを確認した。 

もう一つのテーマとして、共通の評価プラットフォー

ムの設計が可能であるか検討した。具体的には、高齢者

や障害者の生活支援全般における多種多様な課題に関す

る調査データをもとに、情報支援が必要な状況と支援す

べき認知行動との関係性を分析し、実務作業において認

知行動支援に必要な情報要素が具体場面に応じて無数に

あるのではなく、有限数の情報要素の伝達で説明できる

ことを示した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］応用認知心理学、認知支援工学、映像認

知、時短デザイン、アクセシブルデザイ

ン、技能解析、技能支援、情報工学、

MEMS 技術、人間工学 

 

［研 究 題 目］エネルギー・環境新技術先導プログラム

／非可食性バイオマスから高機能化学

品・材料を製造するバリューチェーン構

築のための生産システムの開発／地域バ

イオマスからの化成品マルチ生産システ

ム開発 

［研究代表者］矢追 克郎（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］矢追 克郎、松沢 智彦 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 木質バイオマスの分解に資する酵素を選定するため

に、マンナナーゼやスウォレニン等のヘミセルラーゼや

アクセサリー酵素をクローニングし、メタノール資化性

酵母を宿主とした異種宿主発現させた。これらの組換え

酵素を精製し、その効果を検証した。本実験では、シー

ケンシャル水熱処理及びリグニン除去を施したスギを基

質として使用し、糸状菌トリコデルマ由来セルラーゼに

よる酵素糖化の際に添加効果を示すかどうかの試験を行

った。また、メタゲノムを遺伝子資源として利用し、木

質バイオマスの分解に資する新規酵素の探索も行った。

本探索ではメタゲノム DNA を遺伝子資源、大腸菌を発

現宿主としてファンクショナルスクリーニングを行っ

た。不溶性マンナンを炭素源とする培地においてメタゲ

ノム DNA によって形質転換した大腸菌を生育させ、マ

ンナンの分解性を指標にスクリーニングを行った。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］バイオマス、セルラーゼ、セルロース、

ヘミセルロース、ヘミセルラーゼ、酵素

糖化 

 

［研 究 題 目］エネルギー・環境新技術先導プログラ

ム／生物機能によって大幅な省エネルギ

ー又は創エネルギーを実現する新規デバ

イス創出のための革新的基盤技術開発／

生物機能としての生体情報の AI 活用に

よる生活環境制御 

［研究代表者］鎌田 俊英（フレキシブルエレクトロニ

クス研究センター） 
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［研究担当者］吉田 学、植村 聖、末森 浩司、 

渡邉 雄一、延島 大樹 

（常勤職員5名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

・目標：人間の皮膚感覚に近い高機能・多機能な入出力

インタフェースとして、温冷（熱、温度）、圧痛（圧

力）、汗（ガス、水分）をリアルタイムに電気信号と

して検出するセンサー材料・構造及びその計測システ

ムの開発を行い、生体機能材料を適用したセンシング

の高機能化設計指針を得ることを目的として研究開発

を行った。設計指標として、標準指圧に対応する0.2

～20 N の範囲での圧検出を確認することを目標とし

た。また医療や介護の現場で人間の体に装着される支

援機器においては、体にどれだけフィットしているか

を定量的に評価する手段がほとんどないのが現状であ

る。快適な介護や効率的なリハビリを実現するために

は、このような支援機器をどれだけ違和感なく装着で

きるかがキー技術となってくる。支援機器と人体との

間に発生する接触圧の分布を計測することにより直接

的に人体にかかる負担を計測することができるが、こ

の際に接触圧をセンシングする圧力センサー自身が計

測に影響を与えたり、不快感を招くことが懸念される。

それゆえに曲面に実装できる薄くて柔軟な圧力センサ

ーを開発することが必須となるため、本研究開発では

皮膚機能を模した大面積・多点・マルチモーダルとい

う特徴を有する三次元局面シートセンサを開発し、そ

れを身の回りのあらゆるものに浸透させていくことに

よって、多面的、多角的に人間の情報をセンシングし、

人間と高度に強調する人工知能システムを実現するこ

とを目指す。こうしたシステムは、先ずはコンソール

やコントローラーにおいて、生体情報取得入力を実現

させ、ヒト感覚に基づいた快適入力、握りから取得す

る生体情報に基づく無駄のない快適生活環境制御を実

現させる。生体機能材料を適用したセンシングの高機

能化設計指針を提示する。 

・研究計画：握り面等からの生体情報を取得し、そのデ

ータを人工知能（AI）等の最先端の解析手法を適応

して抽出された有価値情報を、生活環境制御等へ活用

することを目指して、皮膚等の生物機能を模倣したセ

ンサーを高度化した伸縮性超薄センサーシートの開発

を行った。具体的には生体機能物質の機能を活用した

生体情報センシング技術として、伸縮性電極の開発と

それを用いてリアルタイムに生体情報を電気信号を検

出するセンサー材料・構造及びその計測システムの開

発を行った。また皮膚等の生物機能を模倣した伸縮性

超薄フレキシブルセンサの高機能化、高耐久性化、高

信頼性化設計技術を開発した。また、任意自由形状面

へ欠陥なく装着させるための高生産性立体加工製造技

術の開発を行った。 

・進捗状況：人肌に近い極薄ウレタンフィルム上に銀メ

ッキ短繊維をパターニングした電極を用いて超柔軟・

高感度圧力センサーシートの開発に成功した。このセ

ンサーシートは、標準指圧に対応する0.2～20 N の圧

力範囲に感度を有し、コンピューターマウス上のよう

な3次元曲面に貼りつけることも可能であり、マウス

の操作時に指の血管の脈動である指尖脈波の検出から

クリックによる押圧といった非常に広い圧力範囲の指

の動きを一枚のセンサーシートで検出できることを確

認した。また、このセンサーシートの詳細な特性を評

価したところ、1 g 単位での重量変化を判別できるこ

とが分かり、高感度の圧力センシングが可能であるこ

とを示した。一般的に血圧測定器では1 mmHg 以下

の圧力検出分解能が必要になるが、本開発の圧力セン

サーシートは0.75 mmHg 以下の圧力検出分解能を持

っており、血圧のセンシングにも用いることができる

ことが明らかとなった。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］生体情報センシング、伸縮電極、圧力セ

ンサ 

 

［研 究 題 目］ロボット・ドローンが活躍する省エネル

ギー社会の実現プロジェクト／ロボット

・ドローンに関する国際標準化の推進／

デファクト・スタンダード 

［研究代表者］河井 良浩（知能システム研究部門） 

［研究担当者］河井 良浩、阪口 健、山野辺 夏樹、

万 偉偉、喜多 泰代（知能システム研

究部門）、花井 亮（ロボットイノベー

ション研究センター）、横井 一仁（情

報・人間工学研究戦略部） 

（常勤職員7名） 

［研 究 内 容］ 

 ロボット新戦略においてロボットの研究開発を加速し、

社会実装を進める一つの方法として、様々なロボットを

対象とした競技会 World Robot Summit（WRS）を

2020年に実施する。各種競技のうちものづくりカテゴ

リーに関して、ものづくり競技手法の研究開発を他機関

と共同で行った。ものづくりカテゴリーにおいては、競

技会形式による製品組立に関する挑戦的なテーマを設定

し、技術開発課題解決に向けた競技会を活用する研究開

発手法の策定に取組んだ。具体的には、製品組立チャレ

ンジに関するトライアル競技としてギアユニットの組立

タスクを設定、競技設計を行い、国際会議 IROS2017

において既存の競技会の一部として実施した。また、

2017国際ロボット展においてギアユニット組立チャレ

ンジとタスクボード（IROS2017競技会で実施されたも

う一つの競技種目）のデモンストレーションを実施し

た。 

 これらで得られた知見に基づき、2018年に実施する

プレ大会の競技設計に着手した。具体的には、組立タス
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クとして、新たにベルトドライブユニットの設計・製

作、競技内容の設計（タスクボード、キッティング、組

み立て）、競技ルールの策定、競技フィールドの設計、

安全設計等を行うとともに、学会・展示会・デモ会・競

技会・Web ページなどを活用して世界中に競技会への

参加の呼び掛け等を行った。また、競技ルールに沿って

プラットフォームとなるロボットアームを選定した。他

にも、有識者を糾合したものづくり競技委員会、ものづ

くり競技国際委員会を通じて、競技内容について指導・

助言を得て、競技設計等に反映させた。 

［領 域 名］情報・人間工学   

［キーワード］WRS、ものづくり競技、競技タスク、

競技大会 

 

［研 究 題 目］非可食性植物由来化学品製造プロセス技

術開発／CNF 安全性評価手法の開発 

［研究代表者］梶原 秀夫（安全科学研究部門） 

［研究担当者］梶原 秀夫、藤田 克英、小倉 勇、 

東野 晴行、蒲生 昌志、矢追 克郎、

松沢 智彦、岡崎 俊也、田島 奈穂子、

遠藤 茂寿、小原 佐和枝、小竹 真理、

丸 順子、村井 賀子 

（常勤職員9名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 セルロースナノファイバー（CNF）の社会実装化を

加速させるためには、CNF の安全性の評価が求められ

る。しかし、CNF は天然由来の新たなナノ材料であり、

CNF の有害性試験手法及び排出・暴露評価手法が未確

立である。そこで、1) CNF の分析及び有害性試験手法

の開発、及び 2) CNF の排出・暴露評価手法の開発を、

実施した。研究内容を以下に示す。 

1) -1 CNF の検出・定量手法の開発 

 糖分解や熱分解等の分析条件を検討し、共存物がない

条件では1 µg の CNF の検出が可能であることを確認し

た。電子顕微鏡観察の染色方法について適切な条件を取

得した。 

1) -2 CNF の気管内投与手法の開発 

 3種類の CNF 分散液試料を使って、経口ゾンデから

の射出状態を検討し、投与最高用量の CNF 濃度を算出

した。この結果を基に、短期ラット気管内投与試験を実

施し、投与後1週間のラットの状態を確認して CNF 分

散液試料の投与用量を設定できた。 

1)-3 CNF の皮膚透過性試験手法の開発 

 皮膚透過性試験が可能な CNF 分散液試料を調製した。

高機能人工合成膜を使用して、3次元培養ヒト皮膚細胞

モデルの透過性試験の条件を検証した。3次元培養ヒト

皮膚細胞モデルによる CNF 分散液試料の皮膚刺激性試

験を行い、刺激性の無いことを確認した。 

2)-1 排出 CNF の計測手法の確立及び排出・暴露評価

事例の集積 

 既存のナノ材料計測手法を適用し、分析条件を設定す

るとともに、応答を確認した。移し替えや切削の模擬排

出試験系を作成し、試験条件を確立して、事例の集積を

進めた。 

2)-2 CNF 応用製品に対する暴露シナリオによるケース

スタディ 

 ヒアリングと文献調査によって CNF が現在または将

来使わる応用製品について代表的な製品ケースを抽出し

た。CNF（TEMPO 酸化 CNF）について生分解性試験

を行い、良好な分解性を示すことを確認した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］セルロースナノファイバー、ナノ材料、

安全性評価、有害性評価、気管内投与、

皮膚透過性、暴露評価、排出、暴露シナ

リオ 

 

［研 究 題 目］高効率な資源循環システムを構築するた

めのリサイクル技術の研究開発事業 

［研究代表者］大木 達也（環境管理研究部門） 

［研究担当者］大木 達也、古屋仲 茂樹、西須 佳宏、

林 直人、上田 高生、成田 弘一、 

大石 哲雄、尾形 剛志、鈴木智也（環

境管理研究部門）、田原 聖隆、 

畑山 博樹（安全科学研究部門）、 

森本 慎一郎（地質資源環境研究部門）

増井 慶次郎、近藤 伸亮、高本 仁志、

松本 光崇（製造技術研究部門） 

（常勤職員16名） 

［研 究 内 容］ 

 研究開発項目①「廃製品自動選別技術開発」：製品ソ

ータでは、自動識別プログラム2件及び文字情報自動認

識プログラム1件を開発した。自動解体装置では、独自

の弱点形成―外力付与作用を具現化する複合的外力付与

試験装置を開発した。モジュールソータでは、並列処理

が可能な画像認識プログラムを開発した。 

 研究開発項目②「廃部品自動選別技術開発」：部品剥

離装置では機械方式を採用し、X 線カメラと画像解析を

統合した部品剥離状態分析装置を試作した。選別装置自

動制御技術ではドラム磁選機シミュレータにおいて、測

定困難な物性値を推定するパラメータ・チューニング機

能を開発し、IC 類の落下位置が誤差約6 mm で予測可

能となった。また、将来需要予測をプラチナ、パラジウ

ムについて行い、LCA に必要な金属生産プロセスデー

タを作成した。さらに、小型家電15製品の廃製品排出

量推定モデルを構築した上、開発技術の効果推定に資す

る静脈プロセスシミュレーションモデルの構築を進めた。

TF 選別システムでは、選別産物を次工程へ自在に搬送

可能なマルチ供給制御システムの開発に着手し、試験用

モジュールを試作した。 

 研究開発項目③「高効率製錬技術開発」：鋳型分離利
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用イオンサイズ認識分離では、吸着分離に関して、

DGAA 型および PTA 型吸着剤による低濃度の軽希土類

元素の吸着率を分析し、隣接した希土類元素間において

その値に差異を確認できた。溶融塩を利用した技術では、

H 型のパイレックスガラスセルを試作し、高性能電気

化学測定装置を用いて試験を行った。フッ化物系向けの

電気炉導入準備を終えるとともに、高温塩化物系では既

に各種測定を開始した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］都市鉱山、リサイクル、金属資源循環、

循環型社会、動静脈連携 

 

［研 究 題 目］IoT 推進のための横断技術開発プロジェ

クト／複製不可能デバイスを活用した

IoT ハードウェアセキュリティ基盤の研

究開発 

［研究代表者］堀 洋平（ナノエレクトロニクス研究部

門） 

［研究担当者］堀 洋平、片下 敏宏、小笠原 泰弘、

日置 雅和、植村 聖、吉田 学、 

栗原 一徳、峯廻 洋美、東野 寿樹 

（常勤職員9名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 IoT 機器の真正性、データの完全性及び機密性を、

「 物 理 複 製 不 可 能 デ バ イ ス PUF （ Physically 

Unclonable Function）」を用いることで飛躍的に向上

させるための基盤技術開発を行う。特に、IoT エッジデ

バイスにおいて低コストかつフレキシブルで多用途なハ

ードウェアセキュリティを実現するため、印刷技術を用

いたフレキシブルな PUF の研究開発を行う。また、従

来型 PUF を含むテストビークルを共同実施機関と共に

試作し、PUF の性能指標や脆弱性評価を行う。PUF の

評価基準及び評価手順を ISO/IEC で国際標準化するこ

とで、PUF 技術が産業界で広く使われるよう活動する。 

平成29年度は、リングオシレータ型の印刷 PUF を作

製すると共に、専用の評価ボードの設計と製造を行い、

PUF の評価に着手した。低電圧駆動トランジスタのば

らつき評価の実現に向けて、歩留まりを90 %以上とす

ることに成功した。このほか、共同実施機関と共に180 

nm CMOS プロセスを用いた PUF TEG チップの設計

を行った。国際標準化活動に関しては、「PUF 標準評価

基盤検討委員会（PUF 検討委員会）」を設置し、国内の

産・学・官のセキュリティ専門家を招いて PUF の標準

化について議論した。この議論の結果に基づき、ベルリ

ンで開催された ISO/IEC JTC 1/SC 27会議において、

PUF の評価手法に関する国際標準 ISO/IEC 20897に対

して提案とコメント提供を行った。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造   

［キーワード］Internet of Things (IoT)、ハードウェア

セキュリティ、Physically Unclonable 

Function (PUF)、印刷フレキシブル

PUF, ISO/IEC 国際標準化 

 

［研 究 題 目］IoT 推進のための横断的基盤技術開発プ

ロジェクト／次世代産業用ネットワーク

を守る IoT セキュリティ基盤技術の研究

開発 

［研究代表者］新 善文（アラクサラネットワークス株

式会社） 

［研究担当者］新 善文、大岩 寛（情報技術研究部門）、

新 麗（株式会社 IIJ イノベーション・

インスティテュート）、中村 宏（東京

大学情報理工学系研究科） 

（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 工場や病院などにおける産業用 IT/IoT 通信基盤のセ

キュリティを強化するためのネットワーク管理・制御・

運用技術を研究開発する。これによりコンピュータウィ

ルスなどの通信基盤内での蔓延等を防止する効果的な手

段を提供するとともに、近い将来、構内 IoT 通信基盤

と広域の IoT ネットワークとの間での情報の相互流通

連携を積極的に行う際に必要となる動的なセキュリティ

保護機能を提供できるようにする。 

 産総研はこのプロジェクトのうち、IoT 機器のサービ

ス要求とネットワークの設定・運用情報から、ネットワ

ーク上の通信流の想定を計算し、ネットワーク機器に対

して通信制御指示の送出を行うネットワークコントロー

ラの研究開発を担当する。 

 初年度である平成29年度は、（1）ネットワーク層に

おける通信制御指示と、サービス要求情報について、そ

れぞれの必要要件分析と情報交換形式と通信プロトコル

の設計、（2）比較的単純なネットワークにおいてサー

ビス要求に対応する通信のみを透過させるネットワーク

制御指示の確立に取り組んだ。 

 成果として、（1）RESTCONF・REST API の基本仕

様にそれぞれ準拠する、通信制御指示プロトコルとサー

ビス要求プロトコルの仕様を策定、（2）その仕様に基

づき、単連結トポロジーのローカルネットワークにおい

て、複数のネットワーク機器を介した IoT 機器の IP 通

信の制御指示を、それぞれのネットワーク機器に送出す

るネットワークコントローラの試作が完成した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］Internet of Things、ネットワーク、セ

キュリティ、Software-Defined 

Network 

 

［研 究 題 目］IoT 推進のための横断技術開発プロジェ

クト／実社会ビッグデータ処理基盤を実

現する大規模データセンター構築・運用

技術の研究開発 
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［研究代表者］滝澤 真一朗 

（実社会ビッグデータ活用オープンイノ

ベーションラボラトリ） 

［研究担当者］滝澤 真一朗、松岡 聡、高野 了成、

小川 宏高、佐藤 仁、広渕 崇宏、 

谷村 勇輔、須崎 有康、 

Attia Mohamed 

（常勤職員7名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 大規模データセンターが有する多数のセンサーポイン

トから時系列、あるいはイベントベースで発生する稼

働・運用・利用状況データを効率的に管理し、機械学

習・シミュレーションにて有効活用し、データセンター

自身の運用にフィードバックする「スマートデータセン

ターシステム」を実現することを目標に、次の2点を実

施した。1つ目はデータセンターの運用効率化に向けて

取れうる効率化戦略の調査であり、近年のデータセンタ

ーの電力改善に関する学術論文や、一般公開されている

実運用システムの事例を中心に調査を行なった。その結

果、ABCI システムにおける運用改善の目標として、資

源利用率の向上と消費電力の削減を設定し、最大で

30 %の向上を目指す計画とした。2つ目は運用効率化戦

略の判断根拠とする、膨大なセンサーデータ・ログデー

タの管理手法の調査であり、オープンソースソフトウェ

アとして開発されているデータベース・データコレクタ

ソフトウェアを中心に調査を行った。その結果、ABCI

の各種運用データを蓄積するデータストアを、関係デー

タベースと時系列データベースの2種類のデータベース

から構成されるシステムとして設計した。 

 本研究は NEDO の先導調査研究として1年間のプロ

ジェクトで実施しており、年度末にて計画通りに完了し

た。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］データセンター運用、データ分析 

 

［研 究 題 目］戦略的イノベーション創造プログラム

（SIP）自動走行システム／大規模実証

実験／HMI 
［研究代表者］北﨑 智之（自動車ヒューマンファクタ

ー研究センター） 

［研究担当者］自動走行システムの実現に向けた HMI

等のヒューマンファクタに関する調査

検討コンソーシアム（産総研、筑波大、

慶應義塾大、㈱デンソー、東京都ビジ

ネスサービス㈱、産総研；北﨑 智之、

赤松 幹之、佐藤 稔久、武田 裕司、

小峰 秀彦、岩木 直、木原 健、長

谷川 国大、自動車ヒューマンファク

ター研究センター（常勤職員8名） 

［研究内容 ］ 

 安全で社会的受容性の高い自動運転車を開発するため

に、ヒューマンファクターおよび HMI（ヒューマン・

マシン・インターフェース）に関わる課題は重要である。

本研究は SIP 自動走行システムの取り組みの一環とし

て、NEDO より受託した研究開発事業である。平成29

年度は、以下の3つの課題に取り組み成果が得られた。 

 課題 A（筑波大学で実施）：自動走行システムの機

能・状態・動作の理解に関わる課題。ドライビングシミ

ュレータ実験により、ドライバーが適切な運転引継ぎを

実行するために必要な動的システム情報と、それを表示

する HMI の基本要件を導出した。 

 課題 B（産総研で実施）：ドライバーの状態と自動走

行から手動走行への遷移に関わる課題。①ドライバー状

態の検出生理指標およびドライバー状態と運転引継ぎパ

フォーマンスの関係をテストコース実験によって検証し

た。またそれらを公道実走行において検証するためのベ

ースラインデータを取得した。②ドライバー状態

（Readiness）と運転引継ぎパフォーマンスの関係を、

様々なシステム条件および道路条件において導出した

（ドライビングシミュレータ実験）。③適切な運転引継

ぎを実行するためのドライバー状態を維持するための、

HMI の基本要件を導出した（ドライビングシミュレー

タ実験）。 

 課題 C（慶応大学で実施）：自動走行システムと他の

交通参加者とのノンバーバル・コミュニケーションに関

わる課題。閉鎖フィールド内実験によって、外向け

HMI の効果（対他車両と対横断歩行者）を検証した。

また路上コミュニケーションの地域性をアンケート調査

によって行うとともに、アンケート調査手法の妥当性を

検証した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］SIP、自動運転、ヒューマンファクター、

HMI 

 

［研 究 題 目］天然・人工地熱システムを利用した超臨

界地熱発電の発電量、経済性および安全

性に関する詳細検討 

［研究代表者］浅沼 宏（再生可能エネルギー研究セン

ター） 

［研究担当者］浅沼 宏、柳澤 教雄、山谷 祐介、 

渡邉 教弘、石橋 琢也、最首 花恵、

岡本 京祐、増田 幸治、今西 和俊、

雷 興林、竹原 孝、高橋 美紀、 

増田 善雄、北村 真奈美 

（常勤職員13名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 将来的に我が国の地熱発電容量を数10 GW 以上に引

き上げ、エネルギーの安定供給と温室効果ガス排出量の

削減に大きく寄与するためには、従来型の地熱開発を着

実に推進することに加え、これまでの開発の概念を大き
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く転換可能な革新的手法の可能性を探求する必要がある

と言わざるを得ない。 

 近年の物理探査の結果によれば、沈み込み帯で発生し

たマグマを起源とし、火山やカルデラの下部数 km に存

在する貫入岩内部に大量の高温（400～500 ℃、超臨界

状態）の熱水（超臨界地熱資源）が存在する可能性が示

されている。このような超臨界地熱資源を開発ターゲッ

トにすれば、国内の地熱発電総容量を大きく拡大できる

可能性がある。しかし、超臨界地熱資源の性状には未解

明な点が多く、また、想定される温度・圧力条件、およ

び地熱流体の化学組成は、現在の開発・生産技術の限界

を大きく超えている。 

 本事業は、2050年頃に超臨界地熱資源を利用して、

従来の地熱井の5倍程度の生産能力を有する地熱井を実

現し、導入ポテンシャルの飛躍的増大を図ることを最終

的な目標とし、NEDO からの委託を受けた12の組織が

連携し、Ⅰ．超臨界水の状態把握、超臨界地熱システム

のモデル化、及び地下現象のシミュレーションによる熱

抽出可能性の検討、Ⅱ．超臨界発電に必要な材料、機器

の検討・試験、Ⅲ．経済性詳細評価、Ⅳ．誘発地震、暴

噴等、環境影響の最小化と安全性確保に関する検討を通

じて、超臨界地熱発電の工学的・経済的な実現可能性に

ついて調査・検討すること。さらに、当該技術の今後の

研究開発の方向性を示すことを目的として実施した。 

 本事業により得られた主要な成果は以下の通りであ

る。 

①現実的な規模の天然超臨界地熱システム、もしくは人

工地熱システムを使用して、在来型地熱発電の数倍以上

の能力を有する坑井が実現可能であることを示した。 

②不確定な要素があるものの、現在の地熱発電と同等以

下の経済性で発電可能な開発モデルを得た。 

③発電に資する人工貯留層の造成、管理は原理的に可能

であるが、それを実現するための工学的手法については

今後も継続的検討が必要である。 

④間接熱交換（同軸熱交換）については、坑井周りの透

水性を非現実的な値まで増大させれば坑井あたり数

MW の発電が可能であるが、他の抽熱法に対する経済

的優位性を得ることは困難である。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］ 

 

［研 究 題 目］ロボット活用型市場化適用技術開発プロ

ジェクト／ロボットのプラットフォーム

化技術開発（ソフトウェア）／オープン

ソースロボットソフトウェアのプラット

フォーム化技術開発 

［研究代表者］安藤 慶昭（ロボットイノベーション研

究センター） 

［研究担当者］安藤 慶昭、原 功、ジェフ ビグス、

花井 亮、黒瀬 竜一、中坊 嘉宏、 

角 保志、藤原 清司、尾暮 拓也、 

Floris Erich、Abhilasha Saksena、 

河内 のぶ、宮本 信彦 

（常勤職員9名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 本プロジェクトでは、未活用領域へのロボット導入を

目指し、ロボットシステム統合に必要なミドルウェア、

各種要素技術を提供する機能別ソフトウェア、ロボット

のシステムインテグレーションを支援・効率化する技術

の研究開発を実施するとともに、ロボットのソフトウェ

アに関する、テスト・品質保証、ドキュメント、ライセ

ンス・特許や、安全規格への対応等、機能的な要素以外

（非機能要件）に関連する種々の環境整備を実施してい

る。今年度は、これまで研究を進めてきたロボットアー

ム教示データ再利用ツールの改修・拡張、ビジョンセン

サ定量的性能評価用ソフトウェアの開発、音声認識・合

成ソフトウェアのパッケージ化等、ロボット SIer がシ

ステム開発をより容易に実施するための技術開発を実施

した。加えて、故障原因究明や利用状況データ取得など

開発時・運用時の利便性を向上させるためのロギング・

モニタリング機能の実現、RT ミドルウェアや ROS

（Robot Operating System）等異なるミドルウェア間

の相互運用性向上に関する研究、システムの配置（デプ

ロイメント）・統合のためのミドルウェアおよびツール

の改良等、ロボットシステム開発・運用基盤としての

RT ミドルウェアに関する研究開発を実施した。また、

機能的な研究開発のみならず、テスト・品質保証、ドキ

ュメント、ライセンス・特許や、安全規格への対応等の

非機能要件に関して、ロボット革命イニシアチブ協議会

（RRI）のロボットイノベーション WG 内に、調査検

討委員会を設置し、議論を開始した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］ロボット、ソフトウェア、プラットフォ

ーム化、オープンソース、安全 

 

［研 究 題 目］次世代人工知能・ロボット中核技術開発

／次世代人工知能技術分野／ロボットを

プローブとした高齢者の生活機能の計

測・分析・介入技術の研究開発 

［研究代表者］松本 吉央（ロボットイノベーション研

究センター） 

［研究担当者］松本 吉央、脇田 優仁、本間 敬子、

梶谷 勇、小栢 進也、尾形 邦裕 

（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

（1）IoT ロボット介護機器の開発 

 まず、屋外歩行支援のためのロボット介護機器で

ある RT.ワークス社の RT.1および RT.2を改良し、

産総研のクラウドサーバに利用状況を収集する機能

を組み込んだ。具体的には、機器本体内に内蔵され
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ている GPS 等のセンサを用いて、利用中（屋外歩

行中）の歩行経路、歩行速度等を取得し、内蔵され

ている SIM カードを用いて逐次クラウドサーバに送

信できるようにした。 

 IoT ロボット介護機器のデータを収集するための

クラウド型のサーバシステムを、AWS を利用して構

築した。セキュリティを考慮し、機器から携帯電話

回線経由でインターネットを介さず直接受け取る仕

様とした。また、産総研にてこれまでに研究開発し

た、介護者が持つスマートフォンによる介護業務の

記録システムも利用できるようにした。また、上記

に加えて、移乗支援型ロボット Hug へのロギング機

能の追加や、その他の機器で利用できる汎用のロガ

ーシステムの開発を行った。  

（2）生活データの収集と分析・モデル化 

 まず、介護者の介護動作を計測するための手法の

開発を行った。歪みセンサが組み込まれたセンサス

ーツを用いて様々な動作を計測し、深層学習などの

AI 技術を用いて動作を判別する手法を構築した。ま

た、RT.2を用いて機器からとれるデータを用いて歩

行状態を判別する手法の構築も試みた。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］介護ロボット、AI、IoT、データ収集、

分析 

 
［研 究 題 目］次世代人工知能・ロボット中核技術開発

／次世代人工知能技術分野・AI 活用に

よる安全性向上を目指したスマートモビ

リティ技術の開発 

［研究代表者］松本 治（ロボットイノベーション研究

センター） 

［研究担当者］松本 治、阪野 貴彦、横塚 将志、 

田中 秀幸、堀内 英一、富田 康治、

宮腰 清一、トンプソン サイモン、 

橋本 尚久（ロボットイノベーション研

究センター）（常勤職員9名） 

［研 究 内 容］ 

 現在、高齢者個人移動支援用のモビリティとして電動

車いすがあるが、自動車と同様、操縦ミスによる事故が

数多く報告されている。その内訳としては、交通事故に

よる死亡事故の約8割が道路横断中、交通事故以外によ

る死亡事故の約6割が転落によるものである。一方で、

現状の電動車いすはユーザによるマニュアル操縦が基本

であり、自律的に周囲の環境を検知・判断し、危険を回

避するなどの搭乗者をアシストする機能は搭載されてい

ない。歩行者空間を走行するパーソナルモビリティには、

自動車に求められる安全技術とは違った、より複雑な静

的・動的環境に対応する必要があり、現状の外界センサ

情報処理技術では認識が困難なハザードに対応可能な安

全技術が求められる。さらに、クラウド活用による危険

環境マップとの関連付けにより各モビリティの安全性を

高める方策も有効であるが、都市空間や屋内空間などの

GPS の信頼度が低い環境において、それを補完する安

価な測位インフラ整備やその利活用技術も必要となる。

このような技術的課題に対し、AI を用いて解決する技

術を開発し、さらに開発した技術については実際の都市

空間において実証実験を行うことで実用可能性を検証し、

新たなスマートモビリティ技術の創製を目指す。本研究

開発では、①段差検知や歩車道認識といった静的危険環

境認識技術、②他の通行人を避ける経路を学習する動的

障害物回避技術、③自己位置を正確に算出する高精度マ

ーカによるシームレス測位技術を開発し、④都市空間で

の実証実験を行った。 

［領 域 名］情報・人間工学   

［キーワード］モビリティ、搭乗型移動支援ロボット、

AI、強化学習、安全性向上 

 

［研 究 題 目］次世代人工知能・ロボット中核技術開発

／次世代人工知能技術分野／熟練スキル

を搭載した知能ロボットの研究開発 

［研究代表者］鎮西 清行（健康工学研究部門） 

［研究担当者］鎮西 清行、江渡 浩一郎、小関 義彦、

坂無 英徳、橋村 圭亮、山下 樹里 

（常勤職員6名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題は、NEDO「次世代人工知能・ロボット

中核技術開発／次世代人工知能技術分野」事業の先導研

究の一部である。本研究では、他の参加機関とともに

「形状や硬さなど特性のばらつきが大きく、柔らかい対

象物のロボットによるハンドリング」に、「その作業を

行う人間の熟練者に特徴的な動作や判断（＝熟練スキ

ル）を学んだ AI」を応用することで「熟練スキルを搭

載した知能ロボット」を実現するための基盤技術を開発

する。熟練スキル AI と、熟練スキルを搭載した知能ロ

ボットの社会実装の適用先として、「病理検体の切り出

し作業支援ロボット」を開発するための先導研究を行う。

このうち、産総研では「熟練スキル AI の開発と熟練デ

ータ集積・処理基盤技術」を担当する。 

 平成29年度には以下の成果を得た。 

①熟練スキル AI の基本設計を完了した。熟練スキル

AI を3つの学習モデルからなる AI に分解し、そのプロ

グラミングを開始した。インターネット上のデータと模

擬標本を用いて病変部の特徴量を学習し、大腸のサンプ

ル画像における病変部の有無の確率分布を推定する実験

を開始した。 

 開発物・ソフトウェアとしては、熟練スキル AI によ

る病変部位の特定を試行するための熟練スキル AI 装置

の試作を開始した。また、タブレット端末で熟練病理医

が動画にコメント（アノテーション）を追加する機能も

つ手技評価アプリケーションを他機関と連携して開発し
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た。 

 事業に参加していない他の多くの機関の被験者が AI

構築に参加する基盤技術として、手技記録集積・処理の

ネットワーク対応のための基本設計を完了した。クラウ

ド上のデータの真正性を保証する技術を導入した。手技

記録集積・処理アプリケーション、手技評価アプリケー

ションの開発を開始した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］人工知能、深層学習、技能伝承、クラウ

ドデータベース、サイバーセキュリティ 

 

［研 究 題 目］次世代人工知能・ロボット中核技術開発

／次世代人工知能技術分野／空間移動時

の AI 融合高精度物体認識システムの研

究開発 

［研究代表者］高木 秀樹（集積マイクロシステム研究

センター） 

［研究担当者］高木 秀樹、日暮 栄治、倉島 優一、

松前 貴司（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

NEDO 事業「空間移動時の AI 融合高精度物体認識シ

ステムの研究開発」では、自律移動ロボットやパーソナ

ルモビリティ等の、自律移動機能を持つロボットに着目

し、様々な外乱のある実環境において、空間の認識精度

を従来にないレベルに高める技術の開発に取り組んだ。

可視光と同じ視点から撮影した赤外光の画像情報とカメ

ラの姿勢情報とを AI で融合した、物体認識アルゴリズ

ムについて研究開発した。さらに、ロボットに搭載可能

で、画像情報と姿勢情報の質を飛躍的に高める革新セン

サとして、プラズモニックワイドバンドイメージャと高

精度分子慣性ジャイロの研究開発を実施した。 

プラズモニックワイドバンドイメージャに向け、基板

接合技術により光共鳴アンテナ構造を保護する技術の要

素開発を進めた。アンテナ表面に成膜する厚さ数十 nm

の Au 薄膜を利用して、ウェハレベル、常温、大気圧雰

囲気でウェハを接合する技術を開発し、接合界面は十分

な強度を有していることを立証した。また、表面を活性

化するプラズマ源として、酸素プラズマよりもアルゴン

プラズマが、機械的な強度および電気抵抗の観点から優

れていることを示した。分子慣性ジャイロの性能向上の

ため、圧力センサとして用いる超小型カンチレバーの高

感度化に取り組んだ。活性層 50 nm の極薄 SOI 層をピ

エゾ抵抗センサとして用いるため、SOI ウェハと酸化

膜を形成した Si ウェハを、プラズマ表面処理を用いて

接合した。機械研削および化学エッチングにより SOI

の支持基板を除去することで、50 nm の薄膜 Si 層を転

写するプロセスを開発した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］画像センサ、赤外線画像、ジャイロセン

サ、基板接合、MEMS、AI、IoT 

［研 究 題 目］次世代人工知能・ロボット中核技術開発

／次世代人工知能技術分野／高齢者の日

常的リスクを低減する AI 駆動アンビエ

ントセンサ・アクチュエータシステムの

研究開発 

［研究代表者］小林 健（集積マイクロシステム研究セ

ンター） 

［研究担当者］小林 健、竹井 裕介、銘苅 春隆、 

平間 宏忠、魯 健、張 嵐、 

本村 陽一、瀬々 潤（常勤職員8名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、誤嚥リスクを低減させるためのセンサシ

ステムとして、食べ物の種類や量、喫食時の姿勢や体調

などの身体情報を、カメラやマイク機能付き眼鏡（スマ

ートグラス）でモニタリングし、これらのセンシング情

報をもとに AI が、誤嚥の可能性が高い状況だと判断し

た場合に警告音を発してヒトに注意を促すことで、能動

的に注意深く摂食・嚥下を行わせるシステムを提案して

いる。 

 平成29年度は、摂食時の誤嚥リスクを判別するため

の計測項目の選定、画像による飲食品種別判別のための

飲食品画像の収集、誤嚥リスク判別のためのメガネ型デ

バイスの試作の3項目を実施した。 

摂食時の誤嚥リスクを判別するための計測項目の選定

では、医学的な知見に基づき、嚥下音、頭部・下顎の動

き、筋電に着目し、メガネ型デバイスでこれらの情報を

取得可能な検討を行った。本研究では、市販の音響セン

サを用いて液体を嚥下した際に発生する嚥下音を喉およ

びメガネが顔に触れるこめかみ、鼻で計測し、信号の強

度を比較することで、メガネ型デバイスのどこに音響セ

ンサを取り付ければよいか検討を行った。 

画像による飲食品種別判別のための飲食品画像の収集

では、食卓をカメラで撮影することで、これから食べる

食事に誤嚥リスクが高い食品が含まれていた場合に、事

前にヒトに注意を促すことを目指し、AI が画像から食

品の種類を判別するために、必要な学習用の食品画像の

収集を行った。 

誤嚥リスク判別のためのメガネ型デバイスの試作では、

3D プリンタでメガネフレームを作製し、装着時にヒト

のこめかみ及び鼻と接触する箇所に音響センサ、弦の部

分に3軸加速度を配置し、咀嚼・嚥下時の生体情報が取

得できることを確認した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］嚥下、誤嚥、生体計測、人工知能、ディ

ープラーニング 

 

［研 究 題 目］道路インフラモニタリングシステムの研

究開発 

［研究代表者］小林 健（集積マイクロシステム研究セ

ンター） 
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［研究担当者］小林 健、山下 崇博、岡田 浩尚、 

高松 誠一、ダニエル ジメルカ、 

伊藤 寿浩（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 NEDO 事業「フレキシブル面パターンセンサによる

橋梁センシングシステムの開発」において、道路インフ

ラモニタリングに必要不可欠なフレキシブルひずみセン

サアレイシートの開発を行った。高速道路橋における実

証試験に関しては、実証試験フィールドである阪神高速

13号法円坂出口付近、および阪神高速4号湾岸線箱桁内

の環境に適したセンサのレイアウトや無線システムの構

築、センサ施工方法の選定などを行い、実際にセンサを

貼り付けて測定を実施した。特に阪神高速13号法円坂

出口付近に関しては、無線送信機の電源以外のシステム

に関してはソーラーパネルによる給電で自立駆動し、遠

隔操作ができる状況を確立した。大規模インフラモニタ

リングに関しては、実証現場が決定し、実際にダム監査

廊内にセンサを施工した。また、リモート操作や遠隔モ

ニタリングするための通信環境整備計画を立案した。具

体的には10台の無線中継器を用いてセンサ設置場所か

らコンセントレータ設置箇所であるダム管理所まで通信

を繋ぐ検討を行った。極小面積ひずみセンサチップの設

計手法と製造プロセスの開発に関しては、センサ面積を

1/10以下に極小化し、低コスト化を図ることを目的とし

て開発を行った。ピエゾ抵抗ひずみセンサの小型化にお

ける切り離し構造の最適化を行い、アンカー数4、アン

カー幅5 m の切り離し構造で長さが1/10で面積では

1/100のデバイスの実装が可能となった。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］ひずみセンサ、MEMS、センサネット 

ワーク、IoT、インフラモニタリング 

 

［研 究 題 目］次世代人工知能・ロボット中核技術開発

／次世代人工知能技術分野／物流サービ

スの労働環境改善と付加価値向上のため

のサービス工学×AI に関する研究開発 

［研究代表者］大隈 隆史（人間情報研究部門） 

［研究担当者］大隈 隆史、蔵田 武志、河本 満、 

一刈 良介、張 慶椿、前川 廣太郎、

Thangamani Kalaivani（以上、人間情

報研究部門）、吉田 英一、鮎沢 光

（以上、知能システム研究部門）、 

堀部 雅弘（物理計測標準研究部門）、 

吉田 学（フレキシブルエレクトロニク

ス研究センター）、武田 裕司（自動車

ヒューマンファクター研究センター）、

佐々木 洋子、竹中 毅、大西 正輝

（以上、人工知能研究センター） 

（常勤職員11名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

物流サービス分野では、経営者、従業員、顧客に地域

社会を加えたステークホルダー間での価値共有と、人手

不足解消のための労働環境改善による物流サービスの持

続性向上が重要な課題として設定される。このような背

景を踏まえ、物流現場の協力を得て人工知能と融合させ

るサービス工学技術についての研究開発を実施した。こ

のとき、人工知能を活用する上で重要な教師データとな

る「ディープデータ」の効率的な整備を技術課題として

設定した。また、既存センシング技術による物流現場プ

ロセスの「ビッグデータ」、新たに整備する「ディープ

データ」、人工知能研究センターの成果の一つである

ABCI 等の「AI クラウド」の高度な統合による、物流

サービス現場の改善案や新サービスの設計を支援する技

術の実現も重要な技術課題であった。 

本先導研究では産業技術総合研究所、筑波大学、東京

大学人工物工学研究センターの3機関で連携し、①物流

現場の労働環境の詳細把握と AI による学習・モデル化

技術の開発、②改善案や新サービスの効率的な事前評価

のためのヒューマンファクターを含むシミュレータ開発、

③サービス・トライアングルと地域社会の持続性に関す

る分析とサービス設計、④新バリューチェーン具体案実

証の4テーマで研究開発を実施した。 

①のテーマでは、データの欠損率1 %未満での行動計

測可能な計測システムを開発した。また、学習用ディー

プデータとして、実際の物流倉庫作業員による全身運動

計測を達成した。今後正解データラベル付けの完了後、

学習と認識率評価を実施する予定である。IR ビーコン

による屋内測位技術についても開発し、5 %以下のデー

タ欠損率で安定した測位が可能であることを確認した。

また、薬局の実店舗における従業員、買い物カゴ、一部

の高額商品を模した対象、これに加えて、ピッキングカ

ートの計測を実現した。 

②のテーマでは、従業員視点評価指標を取り入れたシ

ミュレータを用いて、15 %程度の誤差で移動距離をシ

ミュレーション可能とした。この誤差をモデルとして考

慮することで、作業時間に関しては、実測値による作業

時間に対するシミュレーションによる作業時間は約

1.008倍で推定できることを確認した。 

③のテーマでは、物流サービス分野に関与する経営者、

従業員、顧客それぞれのステークホルダーにおける価値

共有と人手不足解消のための労働環境改善による物流サ

ービスの持続性向上に関する大規模アンケートを実施し、

消費者30000人、従業員3000人、経営者1600人強から

の回答を得た。また、個人顧客の参加意識の現状モデル

についても構築し、計算機上へのモデル化を実現し、現

在の物流サービス業の特徴分析を実施した。 

④のテーマでは、鋼製橋梁模型を用いたラボ実験によ

り、計測デバイス、損傷検知を行う解析・評価モデルが

機能することを確認した。ラボ実験における損傷検出率

は、重度損傷（横桁喪失）では100 %、軽度損傷（横桁
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ボルト緩み）の場合は80 %であり、目標値を上回る成

果を得た。ただし、GPS 精度がこれらの結果を得るに

は不十分であることも分かった。今回は手作業によるデ

ータ補正と選別（異常値除去）を実施している。また、

要介護者などにも容易に着用可能なウェアラブル BLE

を開発し、5 m 以上の距離から検知できることを確認し

た。また、技術適合認証も取得することができ、開発目

標を達成した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］サービス工学、行動計測・分析・可視化、

行動シミュレーション 

 

［研 究 題 目］次世代人工知能・ロボット中核技術開発

／次世代人工知能技術分野／人工知能技

術を用いた植物フェノミクスとその応用

に関する先導研究 

［研究代表者］永見 武司（知能システム研究部門） 

［研究担当者］永見 武司、増田 健、小林 匠（知能

システム研究部門）、中坊 嘉宏、 

藤原 清司（ロボットイノベーション研

究センター）、谷川 民生（人工知能研

究センター）（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

 植物の遺伝情報および生育環境からあらわれる表現型

を解析する植物フェノミクスが注目されている。本研究

課題ではこのアプローチを、レタスなどの園芸植物の生

産技術に活用する。このため、センシング技術と人工知

能技術によって植物の成長過程を非侵襲で包括的に計測

する植物フェノタイプ解析基盤を開発し、特性や成長量

を総合的定量的に把握する手法として確立する。具体的

には、人工光型植物工場の諸機能をもとに植物フェノミ

クス実験環境を構築し、複数の植物（レタス類、薬草）

を対象に環境情報（温度、湿度、光エネルギー、養液成

分等）と形質情報（3次元構造、葉温分布、葉数、葉面

積、葉傾斜、花芽、含有成分等）を収集し、人工知能技

術を用いて解析することとしている。本年度は、姿形と

葉の活性度等の形質情報を計測するためのセンシングシ

ステムを開発し、植物工場でのレタスを対象に苗から収

穫前までの計測を開始した。これとともに、人工知能に

よる栽培制御が迅速かつ円滑に行える栽培プラットフォ

ームを新たに開発することを目標に、本年度は設置規模

に応じた増減が可能な栽培システムと、これに実装する

駆動装置と制御インタフェースの仕様策定および設計を

行った。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］植物工場、環境センシング、植物フェノ

ミクス、人工知能、画像処理 

 

［研 究 題 目］エネルギー・環境新技術先導プログラム

／未踏チャレンジ2050／磁気－熱－電気

間相互作用の体系的解明と新原理デバイ

スの開発 

［研究代表者］村田 正行（省エネルギー研究部門） 

［研究担当者］村田 正行、青山 佳代 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

インターネットの普及によるユビキタス社会は年々進

み、様々なものがインターネットにつながる IoT デバ

イスの普及と共に、今後年間数千億個のセンサが社会実

装されると予想されている。それに伴いエネルギー消費

量が増加することが懸念され、環境に与える負荷を最小

限にするセンサや電源技術の確立が、IoT の普及の鍵を

握っている。そこで本研究課題では、その基盤要素技術

となる省電力センサや微量の熱源から電力を供給する環

境発電デバイスの技術開発を行う。これまで研究の空白

領域になっている、磁気と熱と電気が作用し合う「熱磁

気効果」に着目し、温室効果ガス削減へ寄与する新しい

技術を提案する。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］熱電変換、熱磁気効果、磁気ゼーベック

効果、ネルンスト効果 

 

［研 究 題 目］次世代人工知能・ロボット中核技術開発

／次世代人工知能技術分野／AI×ロボテ

ィクスによる高度マテリアルハンドリン

グ・システムの研究開発 

［研究代表者］谷川 民生（知能システム研究部門） 

［研究担当者］谷川 民生、永田 和之、吉安 祐介、

金 奉根（知能システム研究部門）、 

金崎 朝子（人工知能研究センター） 

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 人工知能を自律移動とマニュピレーションの両者に適

用・統合する技術と、それを実装したロボット・システ

ムの研究開発に取り組み、高度な自動化マテハン・シス

テムの実用化を目指す。コンビニエンスストアという自

動化難易度の高い環境を想定して技術開発を行うことで、

店舗内作業以外の物流分野や介護・福祉など物流以外の

作業分野のサービス・ロボットにも展開可能な開発成果

を得ることが期待できる。さらにその社会実装を加速す

べく、市場ニーズ調査と有望アプリケーションの検討を

行って実用化エリアの優先順位を見極め、本格研究での

開発内容と目標の明確化につなげる。 

 本年度の成果として、障害物の有無を記述した環境の

二次元地図とロボットおよびゴールの位置を入力とし、

ゴールに近づくための最適な移動方向を出力する深層ネ

ットワークを学習した。深層ネットワークへの入力デー

タとして、周囲の地図形状と過去の移動履歴を6チャン

ネル画像で表現する方法を提案し、従来手法 VIN 

［Tamar et al., NIPS 2016］と比べて高速・高性能な
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ロボットナビゲーションが可能であることを示した。ま

た、商品のマニピュレーション戦略を建てる上で、先ず

は、商品の位置・姿勢のリアルタイム計測が重要となる。

これに対して畳み込みニューラルネットワーク

（CNN）を用いたコンビニ商品の位置・姿勢推定を行

った。4種類の商品（おにぎり、サンドイッチ、紙パッ

ク紅茶、カフェラテ）について、画像（計8500枚）、2

次元物体領域、3次元姿勢、3D モデルを含むデータセ

ットを構築し、CNN を学習した。その結果、物体位

置・姿勢を20 fps 程度で検出可能であることを確認し

た。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］マニピュレーション、人工知能、移動技

術 

 

［研 究 題 目］高付加価値セラミックス造形技術の開発 

［研究代表者］大司 達樹（材料・化学領域） 

［研究担当者］大司 達樹（材料・化学領域）、 

近藤 直樹、日向 秀樹、長岡 孝明、

堀田 幹則、北 憲一郎、嶋村 彰紘

（以上、構造材料研究部門）、明渡 純、

篠田 健太郎、鈴木 雅人、森 正和、

Shahien Mohammed、佐伯 貴紀、 

野田 浩章（以上、先進コーティング技

術研究センター） 

（常勤職員9名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

本事業では、従来のセラミックス製造プロセスでは困

難であった高付加価値部材の製造を可能とし、革新的部

品設計を高付加価値製品群として実現できるセラミック

ス造形技術として、複雑形状付与技術（3D 積層造形技

術）および表面構造付与技術（ハイブリッドコーティン

グ技術）を新たに開発するとともに、実際にこれらの新

技術を活用した高付加価値部材開発を通じて、イノベー

ションスタイルを実証することを目的とする。 

3D 積層造形技術では、主として、粉末積層造形にお

いて、前年度までに得られたプラットフォーム技術を基

に、原料混合装置を導入して、乾式混合や湿式混合等の

混合方法を試すことにより造形用原料の改良を進めた。

また、平成26年度導入の粉末積層造形装置の予熱温度

高温化改造をおこない、実部材作製に向けて従来より高

い予熱温度下での造形条件最適化を図った。さらに、実

部材を想定したモデル部材等の試作技術を構築し、「部

材化技術の開発」やその他部材へ反映させた。また、ト

ポロジー最適化手法を適用したモデル部材として、ステ

ージモデルの試作をおこなった。さらに、成果普及に向

けて、公開可能な技術の整理をおこない、SIP 内外企業

によるテストユースの実施方法を検討した。 

ハイブリッドコーティング技術では、主として、前年

度までに開発したハイブリッド AD 法をコアとするプラ

ットフォーム技術を基に、複雑形状対応化技術の検討を

おこなった。大型複雑形状への製膜時のステージ安定性

が課題であったが、ステージ動作状況を改善し、200 

mm 角程度のサンプルの製膜が可能となった。このプ

ラットフォーム技術により、「部材化技術の開発」にお

ける各開発課題の目標達成に貢献した。また、ハイブリ

ッド AD 法において前年度までに明らかになった原料粉

末利用効率向上因子についてモデル実験等を通して知見

を深化させ、複合原料粒子の再設計・試作をおこなった。

出発原料に機能特性をもたせた原料粒子のコーティング

試験開始し、原料粒子の流動性の向上と解砕特性の制御

により、原料利用効率の改善を行った結果、原料粉末利

用効率で、現状 AD 法の3倍をほぼ実現した。さらに、

これにより得られた複合原料粒子を用いて付着効率向上

の検討をおこない、成膜速度で、現状 AD 法の10倍を

ほぼ実現した。 

また、前年度に立ち上げたコーティング拠点（先進コ

ーティング技術研究センター）が第三者企業に幅広く利

用できる支援体制の構築をおこなった。コーティング拠

点事例化装置を導入し、試作希望企業の対応可能な体制

を整えるとともに、連携可能な他拠点、技術を増やし、

拠点利用企業の改善要望により迅速に対応できる体制と

した。B to B 事例では、40社以上の拠点利用希望企業

の試作ナビゲートを行い、試作品の作製・評価まで至っ

た中でも、特に2社から高い評価を受け、量産化・事業

化に向けた課題解決を検討するステージへと移行する事

例を得ることができた。B to C 事例では、調理器具を

例題として、新潟県公設試を始めとした地方公設試との

連携を行い、アジャイル設計・試作を行っていく中で、

拠点の運営方法の検討、利用対象企業の拠点利用方法の

整理を行った。また、B to B、B to C 試作を通して、

特定のアプリケーションを参考に拠点データベースの特

性項目の整理をおこない、拠点データベースの基本仕様

を策定した。また、拠点データベースの汎用ツール化を

進め、デライトデザインマップの活用により、付加価値

の見える化に取り組むことが、改良試作を重ねる中で新

たな企業ニーズを引き出す上で有効であることがわかっ

た。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］セラミックス、造形技術、コーティング

技術 

 

［研 究 題 目］生物表面模倣による難付着･低抵抗表面

の開発 

［研究代表者］穂積 篤（構造材料研究部門） 

［研究担当者］穂積 篤、浦田 千尋、佐藤 知哉 

（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

革新的な着氷雪防止機能を有する光透過性に優れた多

機能性フィルムの開発を行った。本プロジェクトでは、
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我々が開発した「粘液分泌によるナメクジの防汚性」を

模 倣 し た “ 離 し ょ う ポ リ マ ー ： SLUG （ Self-

Lubricating Gels）”（特許 6245714 号，J. Mater. 
Chem. A, 3 （2015） 12626.）を改良した新規樹脂と

陽極酸化アルミナを利用し、SLUG 表面にモスアイ構

造（無反射機能）を付与する技術を確立した。特に、ナ

ノスケールでの微細加工に適した硬度を持ち、0 ℃以

下でのみ樹脂表面から不凍液がにじみ出して着氷雪防止

機能が発現するこれまでにない機能性樹脂の開発に取り

組んだ。モスアイ効果による優れた光透過性に加え、外

部エネルギーに依存することなく氷・雪・霜の付着を抑

制できる、温度応答型の多機能性透明フィルム（40×

60 cm2サイズ）を作製することに成功した。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］モスアイ構造、着氷雪防止、離しょう、

SLUG 

 

［研 究 題 目］ナノクリスタルエンジニアリングによる

材料・デバイス革新 

［研究代表者］三村 憲一（無機機能材料研究部門） 

［研究担当者］三村 憲一、髙田 瑶子、加藤 一実 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

本研究開発では、ナノキューブ集積体の優れた物性を

応用することにより、多くの電子デバイスの小型化、高

性能化を目指し、特に次世代小型高容量キャパシタ、高

容量強誘電体メモリ、超高性能誘電エラストマー、高機

能光学フィルム等の革新的デバイスを実現することを目

的としている。本年度は、チタン酸バリウム系ナノキュ

ーブおよびチタン酸ジルコン酸鉛ナノキューブの合成お

よび集積化技術の開発を行った。特に、チタン酸バリウ

ムの Ti サイトの一部を Zr に置換した Ba（Zr, Ti）O3

ナノキューブについて、Zr 置換量が10 mol%の三次元

集積体の誘電特性の温度依存性が非常に小さくなること

などを明らかにし、個々のナノキューブ自体の固溶体組

成の調節による特性制御に関する基礎的な知見を得た。

さらに、チタン酸バリウムナノキューブの大面積モノレ

イヤー集積化技術を新たに開発し、チップ増強ラマン散

乱測定による単一粒子の構造解析の結果、個々のチタン

酸バリウムナノキューブが強誘電性を有する正方晶構造

であることが明らかとなった。また、チタン酸ジルコン

酸鉛キューブを水熱法により合成し、透過電子顕微鏡観

察や走査プローブ型圧電応答顕微鏡測定により、単結晶

であることや組成制御が可能であることを確認し、個々

のキューブにおいて圧電性・強誘電性を発現することを

明らかにした。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］ナノクリスタル、組成制御、自己組織化、

誘電体材料、強誘電体材料 

 

［研 究 題 目］革新的高飽和磁束密度・低鉄損軟磁性粉

体の開発 

［研究代表者］山本 真平 

（磁性粉末冶金研究センター） 

［研究担当者］山本 真平、今岡 伸嘉、松本 章宏、

尾崎 公洋（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 高性能モータやコイル用のコア材料に求められる高い

飽和磁束密度（Bs）と低い保磁力（Hc）を併せ持つ軟

磁性材料を作製し、その磁気特性、特に周波数特性を評

価し、低鉄損材料としての可能性を明らかにすることを

目指した。従来の電磁鋼板やアモルファス・ナノ結晶リ

ボンとは一線を画す粉体状の軟磁性材料を合成し、粉体

特有の高い成形自由度を活かした高密度成形技術開発を

行うとともに、既存の軟磁性粉体では困難な焼結プロセ

スによる高強度成形も試みた。具体的には、予備実験で

見いだされた2.0 T 以上の Bs と10 A/m 以下の Hc を併

せ持つ軟磁性粉体系を対象として研究を行い、以下の成

果を得た。①第3元素の添加などによりさらなる特性向

上・生産の安定化を図ることを目的して探索を行い、多

数の新規軟磁性材料系を見いだした（特許出願：7件）。

②成形体で1.8 T の Bs を実現するために90 %程度以上

の焼結密度を実現することを目的として研究を行い、

90 %程度以上の焼結密度を実現する条件を見いだした。

③固化成形体の作製が比較的容易な板状試料を用いたス

クリーニング、およびリング状試料を用いた詳細・定量

的な特性評価を行いうる体制の確立を目的として研究を

行い、詳細・定量的な特性評価を行いうる体制を構築し

た。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］軟磁性粉体、化学合成 

 

［研 究 題 目］エネルギー・環境新技術先導プログラム

／超高変換効率新規プロトン導電デバイ

スの開発 

［研究代表者］山口 十志明（無機機能材料研究部門） 

［研究担当者］島田 寛之、山口 祐貴、藤代 芳伸 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

新規プロトン導電性材料として、Yb ドープ BaZrO3

（以下、BZYb）を薄層電解質材料に選択し、多孔質サ

ーメット負極支持体との接合技術開発を行った。難焼結

性で知られる BZYb は、1,550 ℃の焼成においても5 %

以下しか収縮していなかった一方、負極支持体は

1,550 ℃にかけて収縮率が増加し、20 %以上の収縮ミ

スマッチが存在した。比較組成として、2 wt%NiO 添加

BZYb 組成では、1,450 ℃の焼成で完全に緻密化され、

60 wt%NiO-40 wt%BZYb 負極支持体との収縮ミスマッ

チを数%以内に抑制できる可能性を示した。PCFC 動作

時には NiO は水素により還元され Ni になり、54 
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wt%Ni-46 wt%BZYb 組成へ変わると同時に、開気孔率

は20 vol.%以上増加し、25 ℃および Ni が再酸化され

ない300 ℃での曲げ強度は、焼成温度1,500 ℃にて120 

MPa であった。 

約 10 m の層厚みを有する BZYb 電解質が 60 

wt%NiO-40 wt%BZYb 負極支持体により構造保持され

たハーフセルに対し、（La0.8Sr0.2）CoO3空気極層

（8 mm）をスクリーン印刷で形成し、950 ℃にて焼

き付けた PCFC について電気化学的な評価を行った。

なお、60 wt%NiO-40 wt%BZYb 負極支持体について、

水素雰囲気中で導電率測定を行った結果、1,450 ℃以上

の焼成で1,100 S/cm の導電率を有しており、平成29年

度目標の1,000 S/cm 以上を達成した。60 wt%NiO-40 

wt%BZYb 負極支持体厚みを600 m と一定にし、

BZYb 電解質層厚みを7m～13 m で変えたときの電

流-電圧特性を示す。BZYb 厚みを13 m とすることで、

BZYb 電解質の課題であった電子リーク損失を低減でき、

PCFC モードにて1.008 V 以上の開回路電圧を達成した。

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］プロトン導電、セラミック焼結、接合 

 

［研 究 題 目］エネルギー・環境新技術先導プログラム

／精密制御技術を駆使した脱硝触媒の高

度利用技術開発 

［研究代表者］木村 辰雄（無機機能材料研究部門） 

［研究担当者］木村 辰雄、冨田 衷子 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

研究プロジェクト全体の研究開発責任者としての役割

を果たすとともに、研究推進に於いては、脱硝触媒の高

性能化に資する無機機能材料の開発として、両親媒性有

機分子を利用した精密多孔化技術を駆使し、アルミナ、

チタニア、希土類酸化物（Y2O3等）といった候補組成

について、高表面積の酸化物薄膜として得るための成膜

プロセスの高度化／最適化を推進し、触媒材料として利

用可能な粉体試料として回収できるよう、噴霧乾燥プロ

セスへの適用を検討した。両親媒性有機分子を利用した

規則性多孔体の研究分野では、シリカやカーボンといっ

た組成を除くと、ほとんどの組成で粉体試料の合成技術

が確立できていないため、両親媒性有機分子が溶媒揮発

の過程で自己集合する現象を利用した酸化物薄膜の多孔

化技術を粉体合成に拡張し、最適な組成に前駆溶液を調

製する等して、より均質な多孔質アルミナの粉体試料化

を試みた。その結果、世界最高レベルの高表面積メソポ

ーラスアルミナの粉体合成に成功するとともに、両親媒

性有機分子の自己集合や球状に凝集する挙動を利用した

多孔質アルミナ粉体の孔径制御の可能性についての知見

も得ることができた。回収したメソポーラスアルミナ粉

体試料を異なる温度で焼成してアルミナ骨格の結晶化挙

動を調査した結果、多孔性をある程度保持したままアル

ミナ骨格の結晶性を90 %程度にまで高めることができ、

孔径が大きい方がメソポーラス構造の安定性が高くなる

ことを実験的に明らかにした。また、その場観察測定用

セルを用いた赤外分光測定により、アルミナ表面或いは

導入した触媒成分への窒素酸化物の吸着挙動やアルミナ

骨格の結晶性の影響等を調査し、開発材料の表面での各

種窒素酸化物の吸着挙動を明確化した。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］脱硝触媒、精密多孔化、メソポーラス材

料、アルミナ、粉体合成 

 

［研 究 題 目］触媒の表面化学、構造解析と設計 

［研究代表者］藤谷 忠博 

（触媒化学融合研究センター） 

［研究担当者］藤谷 忠博、中村 功（常勤職員2名） 

［研究内容］ 

 本研究では、昨年度に引き続き、Ag(111)上での

DMTS の吸着と分解特性を調べ、これまでに得られた

Au(111)との違いについて検討した。 

 昨年度までの検討により、100 K で DMTS の解離吸

着により生成した CH3S は、Au 上では加熱しても C－

S 結合の切断は進行しないが、Ag 上では切断されるこ

とを明らかにした。そこで今年度は、Ag(111)上での

CH3S および CH3SS の熱反応特性が、Au(111)でみら

れたように、それらを生成させる温度によって変化する

かどうかについて調べた。その結果、100－300 K のど

の温度で生成させた表面でも、加熱後は、CH3S と

CH3SS に基づく S と同じ量の原子状 S が認められたこ

とから、Ag(111)上では生成温度とは関係なく、両吸着

種の C－S 結合がすべて切断されたものと考えられる。

これは、昇温脱離の結果からも確認された。したがって、

解離吸着種の生成温度によって種々の反応過程がみられ

た Au(111)とは大きく異なることが明らかとなった。こ

れは、本質的には、Au－S 結合と Ag－S 結合の強さの

違いに起因すると考えられる。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］貴金属触媒、ジメチルトリスルフィド、

吸着と分解 

 

［研 究 題 目］イオン液体中でのリチウムデンドライト

成長の抑制と保護層への適用 

［研究代表者］佐野 光（電池技術研究部門） 

［研究担当者］佐野 光、橘田 晃宜、鹿野 昌弘、 

山下 奈美子、灰塚 ユミ 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 戦略的創造研究推進事業 先端的低炭素化研究開発

（ALCA）次世代蓄電池プロジェクトに参画し、次々世

代電池チーム金属-空気電池サブチームおよび Li 金属負

極特別ユニットにて、リチウム金属空気電池やリチウム
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金属負極を用いた電池の実用化に向けた取組みを行って

いる。 

 最近報告の多い溶媒和イオン液体系や高濃度電解液系

の電解液を用いた場合について、SEM や光学顕微鏡で

の負極でのデンドライト生成の可能性の検証に加え、デ

ンドライト成長の解析において重要となる初期過程の挙

動の調査として、AFM を用いた金属リチウム電析のそ

の場観察も行っている。特に溶媒和イオン液体系や高濃

度電解液系を用いた場合について、測定手法を工夫する

ことで、より安定した測定を実現した。 

 高濃度電解液（LiFSA:DMC(1:1.1 mol)）において、

一般の電解液と同様に、電流密度に依存して析出形態が

変わること、特に1 mA cm-2程度以上の電流密度であれ

ばデンドライト抑制能があること、低電流密度域におい

ては析出形態がよりデンドリティックとなることを

SEM 観察により明らかにした。またこの電解液は析出

初期においても他の従来電解液に比べデンドライト抑制

能が高いことを、in-situ AFM による初期挙動調査でも

明らかにした。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］金属リチウム、デンドライト抑制、空気

電池 

 

［研 究 題 目］粉末焼結プロセスを用いた酸化物バルク

型全固体電池の創成 

［研究代表者］奥村 豊旗（電池技術研究部門） 

［研究担当者］奥村 豊旗、小池 伸二、鹿野 昌弘、

竹内 友成、田港 聡、山口 洋一、 

山本 貴憲、和合 由美子 

（常勤職員4名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

先端的低炭素化技術開発次世代蓄電池プロジェクトに

参画し、粉末焼結プロセスを用いた酸化物バルク型全固

体電池の創成に取り組んでいる。 

すでに昨年度、粉体焼結プロセスを用い、当プロジェ

クト内で着目する低融点電解質と高イオン伝導性酸化物

固体電解質とを組み合わせてモデル半電池を作製し、目

標とする室温（25 ℃）作動が実証できることを示した。

しかしながら実用化を見据えるには、さらに大幅な出力

特性の改善が必要となる。そこでチーム内では、その方

法の一つとして高イオン伝導性酸化物固体電解質に可塑

性固体電解質を被覆したコア・シェル固体電解質の開発

を検討することにシフトしている。弊所では今年度、上

記に適用可能なシェル電解質として LISICON 型酸化物

をベースにしたアモルファス酸化物電解質を新たに見出し

た。この電解質は、電極活物質と簡便に固固界面を形成す

ることや、耐還元性が高いこと、組成選択の幅が広いこと、と

いった他の酸化物にない特色を併せもっていることがわかっ

た。そして、高イオン伝導性酸化物固体電解質を使用せず

に、このシェル電解質のみを用いても室温（25 ℃）作 

動可能であることがわかった。 

また、このシェル電解質を用いれば乾式粉体処理を施

すことでコア・シェル固体電解質を作製可能であること

も明らかになり、次年度以降にコア・シェル固体電解質

を用いることで酸化物バルク型全固体電池の更なる出力

特性向上に繋がることが期待できる。  

［領 域 名］エネルギー・環境  

［キーワード］二次電池、リチウムイオン電池、酸化物

バルク全固体電池、通電焼結法 

 

［研 究 題 目］①シート型フルセルの作製における多層

化検討、②蓄電池基板プラットフォーム 

［研究代表者］倉谷 健太郎（電池技術研究部門） 

［研究担当者］倉谷 健太郎、竹内 友成、 

河村 雄司、荒木 美幸、瀧川 一雅 

（常勤職員2名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

全固体リチウム二次電池の実用化の促進には、シート

型の全固体電池を試作し、本質的な課題抽出を行った上

で新技術を開拓する必要がある。先端的低炭素化技術開

発次世代蓄電池プロジェクトに参画し、電池作製プロセ

スの設計・電極のシート化技術開発・シート型全固体電

池の試作に取り組んでいる。 

 今年度はプロジェクトの最終目標である200 Wh/kg

のエネルギー密度を全固体電池で実証すべく、正負極な

らびに固体電解質シートの開発・セル構築手法の確立に

むけて研究を推進した。正極に関して、スラリーの作製

条件を最適化することにより電極中の活物質割合ならび

に電極厚みの増加が可能となり、単位面積当たりの容量

が6 mAh/cm2以上あるシート型電極の開発に成功した。

固体電解質に関して、特定の離型シートの適用により従

来100 m 程度あった固体電解質層の厚みを約60 m ま

で低減したシートの作製に成功し、固体電解質層の薄層

化技術を確立できた。さらに甲南大学との協業により、

上記正極・固体電解質シートと Si 溶射膜を負極に用い

た全固体電池を構築し特性評価を行った。試作した全固

体電池は単位面積当たりの容量がいずれも6 mAh/cm2

以上の正負極シートと5 mg/cm2以下の比較的薄い固体

電解質独立シートの積層体である。この電池は高拘束圧

下において、集電体及び外装を除くセル重量当たりのエ

ネルギー密度として210 Wh/kg を示すことが確認でき、

プロジェクト目標を超える成果を得ることができた。 

［領 域 名］エネルギー・環境  

［キーワード］二次電池、リチウム電池、革新電池、硫

黄、正極 

 

［研 究 題 目］ゼロソルベントによる新規電解質の開発 

［研究代表者］松本 一（電池技術研究部門） 

［研究担当者］松本 一、大藪 理恵、赤井 尚人、 

竹田 和美（常勤職員1名、他3名） 
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［研 究 内 容］ 

 本提案課題では、最終的には300 Wh/kg～500 Wh/kg

のエネルギー密度を実現できる電池系として金属負極を

用いた二次電池系に焦点をあて、これに適用可能な電解

質として、溶媒を含まないイオンのみからなる電解質系

であるゼロソルベントに集中して研究を推進する。研究

開始当初はリチウム金属系に焦点をあて、その後より挑

戦的なマグネシウム等の多価金属イオン電池に必要な電

解液の開発およびその固体化を検討する。 

 前年度からアニオンがキャリアとなる電池系の検討を

開始した。10種類以上のパーフルオロアニオンからな

るイオン液体中でのグラファイトへのアニオン挿入脱離

について検討し、TFSA―が120 mAh/g の容量ならびに 

+5.0 V vs Li/Li+の高電位で作動することを確認した。

また、グラファイト合剤電極の組成やイオン液体のゲル

化などがサイクル特性に大きく影響することを見出した。 

 一方、高い理論容量が期待される金属塩化物である

BiCl3（理論容量255mAh/g）について検討した。電解

液にブチルメチルイミダゾリウム（BMI）と TFSA か

らなる汎用イオン液体に BMICl を3:2のモル比で溶解し

た電解液を用いることで、Mg 金属負極ならびに BiCl3

合剤正極が理論電位で作動することを3極式セルによっ

て確認した。合剤電極組成、電解液の最適化を今後検討

し、利用率、サイクル特性の向上を目指す。 
［領 域 名］エネルギー・環境   

［キーワード］金属負極二次電池、イオン液体、アルカ

リ金属中低温溶融塩、アニオン系電池 

 

［研 究 題 目］新規硫黄炭素コンポジット正極材料を用

いた全電池作製 
［研究代表者］竹市 信彦（電池技術研究部門） 

［研究担当者］竹市 信彦、妹尾 博、小島 敏勝、 

安藤 尚功、森本 辰美、八木 三鈴 

（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題においては、高エネルギー密度・低環境負

荷・低価格・資源制約のないリチウム硫黄電池を実現化

するため、1. 高性能正極材料の開発、2. 電解液の探索、

3. セル構成の選定を開発項目とした。開発する電池性

能の数値目標は、エネルギー密度200 Wh/kg、出力密度

600 W/kg、充放電サイクル寿命200回が見越せているこ

ととなっている。 

今年度は、当研究所で開発した硫黄系正極材料を用い

大型電池評価に向けての電極作製と電池要素材料の最適

化、更に劣化機構解明を中心に進めた。また、高性能な

電池材料になり得る Li2S/グラフェン複合体材料の大量

合成の検証も進めた。 

実用化を見据えセルメットを用いた電極を作製する際、

調厚することによりセルメット内の空隙率が小さくなり、

導電性が向上した結果、充放電時の分極が小さくなるこ

とを見出した。本材料を用いた電池では、初期段階に約

30 %の不可逆容量があり、その後も徐々に劣化する傾

向を有している。充放電後の電解液を分析すると、活物

質からの硫黄の溶出割合が、初期における活性劣化の割

合と比較すると非常に小さな値であることから、劣化の

要因は活物質の溶出ではないことを強く示すものであっ

た。更に、分光学的評価方法からは、充放電時に体積変

化を伴った構造変化がおきており、集電体からの剥離を

生じ、この剥離が劣化の一要因になっている知見を得た。 

 また、Li2S/グラフェン複合体の合成工程を検討し、

出発原料の濃度や前駆体合成時に混合粉砕工程の追加、

熱処理温度など種々改善を試みた結果、材料合成の大幅

なスケールアップに成功し、安定的に合成できる見通し

を得た。また、より簡便かつ大量に処理できる方法を検

討し、この合成経路が確立されれば、合成にかかる期間

が半減する可能性を見出した。 

［領 域 名］エネルギー・環境  

［キーワード］リチウム二次電池、硫黄系正極、溶媒和

イオン液体 

 

［研 究 題 目］研究成果展開事業センター・オブ・イノ

ベーション（COI）プログラム COI 拠

点「フロンティア有機システムイノベー

ョン拠点」 

［研究代表者］脇田 慎一 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］脇田 慎一、栗田 僚二、冨田 峻介 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

本研究は研究成果展開事業センター・オブ・イノベー

ション（COI）プログラム「フロンティア有機システム

イノベーョン拠点」の産総研サテライトとして行ってい

るものである。 

平成28年度は、FET 型唾液硝酸イオンセンサの社会

実装を加速するために、プロトタイプの高性能化及び、

新たに第三者評価実験として運動負荷被験者実験を立ち

上げた。平成29年度は、開発を進めている唾液硝酸イ

オン検知膜を用いたセンサの高性能化を図り、特注のポ

ケット mV 計を用いた電子体温計型の FET 唾液硝酸イ

オンセンサの第1プロトタイプの試作研究及び被験者実

証実験を行った。 

唾液300検体の実証試験を行った被験者実験で簡便な

金属スプーン法を採用した結果、唾液試料中に含まれる

ムチンなどの夾雑物により、若干であるがセンサ応答値

のドリフトが観測され、社会実装する際の大きな課題と

なった。そこで、膜材料に昨年度良好な結果を得た医用

ポリウレタンに加えて、市販、入手可能な新規ポリウレ

タンの探索研究を行った。その結果、従来からの膜材料

である PVC、実証試験に使用した KP-13よりも、特注

のポケット mV 計を用いた第1プロトの試作研究を行っ
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た結果、人工唾液溶液のみならずヒト全唾液を用いた場

合でも、唾液硝酸イオン計測第1プロト機はドリフト特

性の飛躍的な改善結果を得た。 

さらに、COI プログラムに連携参画しているスポー

ツ健康学の専門家による定量的な運動負荷被験者実験を

行った結果、簡単な急性運動負荷による運動ストレス前

後の唾液硝酸イオン濃度測定した結果は、他の自律神経

系指標よりも良好な結果が得られた。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］ストレス、バイオセンサ、実証研究、自

律神経系評価 

 

［研 究 題 目］戦略的創造研究推進事業（CREST） 

「ギ酸脱水素化触媒による高圧水素供給

プロセスの構築」 

［研究代表者］川波 肇（化学プロセス研究部門） 

［研究担当者］川波 肇、井口 昌幸 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、再生可能エネルギーを安定的・効率的に

利用する水素エネルギー社会の実現に向け、安価・大規

模な化学系水素貯蔵材料としてギ酸を用いて、優れた特

性を持つ水素供給システムの基礎的・基盤的な技術開発

を行った。即ち、均一系遷移金属錯体触媒を用いて、水

中で高効率・高選択的なギ酸の脱水素化反応による水素

供給システムの開発を行った。具体的には、水中100 

℃以下の温和な条件下、高性能・高エネルギー効率で、

ギ酸から一酸化炭素を含まない“高圧・高品質水素”の

連続供給を可能とする技術開発を目標として検討を行っ

た。特に、この技術を実現すべく、“独自開発の触媒技

術”と“世界屈指の高圧技術”をもつ産総研内のグルー

プ同士とでタッグを組み研究を行った。 

 まず、平成29年度は、平成28年度に発見した40 MPa

以上の高圧水素発生挙動から、これまでの装置の耐圧を

98 MPa に対応するよう、新たに連続水素発生システム

の改良および構築を行った。そのシステムを用いて98 

MPa までの高圧条件下において触媒の反応挙動につい

て検討を行ったところ、従来使用していた触媒より活性

の高い触媒を使用し、劣化機構を速度論的に詳細に調べ

た。これまで皆無だった触媒の劣化機構を明らかにした。

特に、配位子の置換基の位置の効果について明らかにし、

高耐久性にむけた設計指針を示すことに成功した。昨年

度からの KAUST の Huang 博士との国際共同研究を本

年度も行い、彼らの合成した触媒の活性について検討を

行った。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］二酸化炭素、水素、ギ酸、触媒 

 

［研 究 題 目］戦略的創造研究推進事業（ALCA)  

「高純度同時糖化リグニンベース機能素

材の開発」 

［研究代表者］敷中 一洋（化学プロセス研究部門） 

［研究担当者］敷中 一洋（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、従来法に比して環境負荷が極めて少ない植

物高分子成分抽出法「同時酵素糖化粉砕」を通じた、非

可食植物バイオマスの多糖類・リグニンの利用による低

炭素社会の実現を目的とする。本研究の中で、当グルー

プは同時酵素糖化粉砕で抽出される未変性リグニンの機

能素材利用を担当する。 

 本年度は、多糖類酵素糖化と同時の植物粉粉砕「同時

酵素糖化粉砕」を通じ抽出されたナノ粒子状未変性リグ

ニンが、固体高分子電解質としての利用が期待されるポ

リエチレンカーボネートに対する耐熱フィラーとして機

能することを見出した。具体的には、未変性リグニンを

5重量%添加するだけでポリエチレンカーボネートの質

量分解温度が70 ℃近く上昇した。これは、既存石油由

来耐熱フィラーに比しても極めて優れた耐熱機能であり、

耐熱性の低さがネックであったポリエチレンカーボネー

トの各種応用を促進する。リン・ハロゲンといった元素

も必要としないため未変性リグニンは、環境に優しい耐

熱フィラーとしての利用も期待される。また、放射光 X

線散乱による構造評価より、未変性リグニンが板状粒子

であることを解明し、表面積の大きい板状ナノ粒子であ

るリグニンが表面に持つグアイアコール構造が耐熱性付

与をもたらしている可能性を解明した。本成果に関する

論文が高インパクトファクターの国際誌に掲載された。

また成果に関連した特許出願もおこなった。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］リグニン、耐熱フィラー 

 

［研 究 題 目］平成29年度地域産学バリュープログラム 

「食品中発がん性物質処理用酵素のマイ

クロカプセル固定化技術の開発」 

［研究代表者］藤原 正浩（化学プロセス研究部門） 

［研究担当者］藤原 正浩、石川 一彦 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、酒類等の食品中に存在する微量ではあるが

無視できない発がん性物質を、酵素を用いて効率良く分

解できる固定化酵素プロセスを研究する。産総研独自の

方法によりシリカ・マイクロカプセル内へ発がん性物質

を分解できる酵素を固定化し、この固定化された酵素を

用いて発がん性物質の分解、および固定化酵素の回収・

再利用に関する基盤技術を確立する。 

上記技術の基盤を構築するためには、マイクロカプセ

ル内の酵素含有量の向上、マイクロカプセル殻中の細孔

径・細孔構造の最適化、分離性能の向上のための粒径最

適化を研究する。それらの検討と共に、固定化酵素の発

がん性物質の分解活性の評価も行い、本プロセスの実用
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化の基礎を確立する。 

本年度では、マイクロカプセルへの酵素内包において、

シリカ原料溶液である水ガラス溶液（ケイ酸ナトリウム

溶液）への酵素の混合法やエマルジョン作製時の操作法

等を改良することで酵素含有量を向上させた。その結果、

本研究期間内に目標とする酵素含有率を達成することが

できた。また、細孔径・細孔構造の最適化では、水ガラ

スからシリカを生成する溶液を改良することで、マイク

ロカプセルの殻中の細孔径を制御することを可能にした。

一方、マイクロカプセルの粒径は、分離性能の向上のた

めには大きいほど良いが、高分散させ反応を速めるには

小さい方が良い。そこで、エマルジョン作製時のホモジ

ナイザー回転数等を調節することで、ピーク粒径を一定

範囲内で制御することができた。こうして作製したマイ

クロカプセル固定化酵素による発がん性物質分解活性を

評価し、比較的高い活性を保持していることも確認した。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］マイクロカプセル、酵素固定化、発がん

性物質、分解酵素、食品安全 

 

［研 究 題 目］生物多様性保全のためのパーム油産業

によるグリーン経済の推進プロジェクト 

国際科学技術共同研究推進事業 地球規

模課題対応国際科学技術協力プログラム 

［研究代表者］藤本 真司（機能化学研究部門） 

［研究担当者］藤本 真司（常勤職員7名） 

［研 究 内 容］ 

 ボルネオ島にはパームオイル工場が多数存在するが、

いずれもエネルギー効率は悪く、大量の廃棄物が環境中

に排出され、生物多様性の保全に悪影響を及ぼしている。

そこで九州工業大学が代表となり、九州大学、産総研と、

マレーシアプトラ大学、サバ大学が連携して、パーム産

業から発生する廃棄物を有効利用する技術を開発すると

ともに、パームオイル工場のエネルギー効率を改善する

ことによって、グリーン産業の創出と環境保全を目指し

た研究を進めている。 

 共同研究先であるマレーシアプトラ大学と共同で、パ

ームオイル残渣として産業利用の可能性がある Empty 

Fruit Bunch （ OPEFB ）、メソカープファイバー

（OPMF）からのアセトイン、セルロースナノファイ

バーといった有用品製造について検討してきた。 

これまでに、前処理を施していない未処理のサンプル

ではグルコースの糖化収率が20 %以下と低い値である

ことを確認した。このため、水熱処理、メカノケミカル

処理を個別に実施した。これにより糖化率が向上するこ

とを確認したが、目標である糖化率80 %には到達しな

かった。このため、水熱処理とメカノケミカル処理を組

み合わせた処理を施して酵素糖化を行ったところ、目標

である糖化収率80 %を超えることを確認できた。具体

的には、OPFF の場合、水熱処理を190 ℃で20分間行

った後にディスクミル処理を9回、あるいは水熱処理を

150 ℃で240分行った後にディスクミル処理を3回以上

行うことで、糖化収率が80 %を超えることがわかった。

OPMF の場合、水熱処理を180 ℃で20分間行った後に

ディスクミル処理を3回、あるいは水熱処理を200 ℃で

20分行った後にディスクミル処理を5回以上行うことで、

糖化収率が80 %を超えることがわかった。 

さらに、アセトイン生産大腸菌を用いて、培養温度・

pH、空気供給量、攪拌速度がアセトイン生産におよぼ

す影響を検討し、最適培養条件を決定した。50時間の

培養で、グルコースを主成分とする合成培地から、30 

g/L 程度、OPMF から調製した糖化液から13 g/L 程度

のアセトインの生産をそれぞれ確認した。この成果を論

文として公表した。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］パームバイオマス、分解、糖化、発酵、

ナノファイバー 

 

［研 究 題 目］戦略的創造研究推進事業（CREST）「細

胞チップ MS システムを用いた1細胞マ

ルチ分子フェノタイピング」 

［研究代表者］山村 昌平（健康工学研究部門） 

［研究担当者］山村 昌平、山田 恵理子、木村 蕗子、

重藤 元、宮島 久美子 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、CREST の研究領域「統合1細胞解析のた

めの革新的技術基盤」における研究課題「細胞チップ

MS システムを用いた1細胞マルチ分子フェノタイピン

グ」の主たる共同研究者として研究を進めている。本課

題では、1細胞におけるプロテオームおよびメタボロー

ムの解析が可能な超高感度マルチ分子フェノタイピング

システムの構築を目的として、1細胞分離、1細胞成分

分画、細胞成分高感度質量分析の3つの要素技術を開発

する。またそれらの技術を統合し、各種分子計測データ

を1細胞レベルで取得することが可能なプラットフォー

ム“細胞チップ MS システム”を構築する。 

 本課題で主に担当する1細胞分離・特性計測プラット

フォームの開発において、ヘテロな細胞集団から目的と

する細胞を分離、特性解析、回収する技術の開発を進め

る。その中で今年度は、1細胞チップの開発、1細胞チ

ップにおける特性計測技術の開発、1細胞回収技術の開

発の3つの課題の開発を進めた。1細胞チップの開発に

おいては、様々な種類の細胞を1細胞に分離するために、

1枚のチップ上に直径31-40マイクロメートルの異なる

形状のマイクロチャンバーを有する1細胞マイクロアレ

イチップを設計作製した。細胞のサイズ、接着性などが

異なる接着性肺がん細胞（H1650）および浮遊性白血

球細胞（CEM）を、それぞれ異なる直径のマイクロチ

ャンバーで約80 %の導入率で1細胞に分離することに成
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功した。1細胞チップにおける特性計測技術の開発にお

いては、作製した1細胞チップ上で H1650および CEM

をそれぞれ1細胞に分離配置した後、チップ上で抗体多

重染色を行い、それぞれ識別することも可能であった。

1細胞回収技術の開発では、独自の1細胞回収システム

を構築し、1細胞チップ上に配置された H1650および

CEM をそれぞれ回収できた。 

 さらに、質量分析（MS）系に繋げるため、より多く

の細胞を自動的に回収できる新規1細胞回収システムの

開発を開始した。1細胞チップ上の標的単一がん細胞を

半自動的に回収し、PCR チューブに移動し、吐出する

一連の流れを画像確認できるシステムの構築に成功した。

現在10個程度しか回収できないが、MS 系の測定感度に

も考慮して100個程度の細胞を回収できるようにシステ

ム改良を進めていく予定である。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］細胞チップ、1細胞解析、マイクロアレ

イ、がん細胞、バイオチップ、ハイスル

ープットスクリーニング 

  

［研 究 題 目］研究成果展開事業 産学共創プラットフ

ォーム共同研究推進プログラム／有機材

料の極限機能創出と社会システム化をす

る基盤技術の構築及びソフトマターロボ

ティクスへの展開／ソフト蓄電デバイス

／イオン移動マネジメントシステムの構

築 

［研究代表者］齋藤 唯理亜（電池技術研究部門） 

［研究担当者］斎藤 唯理亜、竹田 さほり 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、有機材料を用いたロボットの駆動電源と

しての電池開発を最終目標とする。 

リチウム二次電池は充放電に伴い電池内にヒステリシ

スが発生するため、バッテリーマネージメントシステム

（BMS）なるソフト管理システムを用いて性能制御を

行っている。ロボットは他の駆動システム（携帯電子機

器、自動車など）と比べてデータ発生個所が多数存在す

るため、電池の分散化、小型化が必要であるが、それに

伴い BMS 制御が複雑になりコスト増につながるという

課題が生じる。そのため、BMS のクラウド化、最終的

には BMS フリーの電池開発の実現が期待される。 

本研究テーマでは、電池内のリチウムイオンの移動機

構を解明し、電池内に生じるヒステリシスを線形モデル

で近似できる理想電池を作成することにより、BMS フ

リーのマイクロ電池の実現を目指す。このため、電池セ

ル内の易動度や電解質構造変化を支配する因子を定量的

に評価し、セル内のイオン移動機構、電解質構造変化機

構とそれに伴うイオン移動機構の変化をナノスケールで

解明することを目指す。 

今年度は、空隙内のイオン移動機構の解明を図る目的

で、1）ポリエチレン粒子（10 m 径）の圧縮膜に電解

液を浸潤させたもの、また2) ポリエチレン粒子と電解

液とを混錬したものについて、インピーダンス法による

イオン導電率測定と NMR 法による拡散係数測定を行っ

た。圧縮膜の空隙率は約42 %であり、既存のセパレー

タ膜に近い値であるが、拡散挙動は強い制限拡散傾向を

示しており、セパレータ膜内の経路構造ほどの均質性が

ないことが示唆された。粒子と電解液との混錬体材料で

は、測定核種（7Li, 19F）の緩和時間が極めて短く、

NMR エコーの拡散減衰を正確にとらえることができな

かった。これらの結果から、固体内のイオン輸送には、

移動抵抗を低減するための径路のネットワーク構造化が

重要であることが分かった。 

［領 域 名］エネルギー・環境   

［キーワード］リチウム二次電池、セパレータ、イオン

易動度、相互作用力 

 

［研 究 題 目］汎用秘匿化依頼計算アルゴリズムの理論

設計 

［研究代表者］花岡 悟一郎（情報技術研究部門） 

［研究担当者］花岡 悟一郎、 

Nuttapong Attrapadung、縫田 光司、

松田 隆宏、Jacob Schuldt、 

山田 翔太、照屋 唯紀（情報技術研究

部門 常勤職員7名）浅井 潔、 

清水 佳奈、光成 滋生、森 遼太 

（他4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究においては、入出力情報を秘密に保ったままデ

ータ処理を高速に実行する汎用のプラットフォームを構

築し、情報漏えいの心配のない多様なアプリケーション

を社会に実装可能とする、汎用秘匿化依頼計算技術の実

現を目的としている。 

平成29年度においては、前年度に引き続き、関連す

る要素技術と応用技術について研究動向調査を行い、そ

れを踏まえ、暗号理論設計グループにおいて秘匿化処理

システムの初期設計と要素技術の洗練化を、応用分野実

装グループにおいてアプリケーションの開発と汎用秘匿

化依頼計算技術に求められるシステム要件の洗い出しを

それぞれ進めている。具体的には、暗号理論設計グルー

プにおいては、これまでに行った研究動向調査に基づい

て要素技術の選定を行い、秘匿化処理システムの初期設

計を行った。また、その基盤となる理論的フレーワーク

の構築を進め、さらに、要素技術となるツールセットの

洗練化も行っている。本年度開発された要素技術の例と

して、耐量子性をもつ効率的な ID ベース暗号等が挙げ

られる。本年度開発を行った初期設計システムはすでに

高度な汎用性を備えており、いくつかのアプリケーショ

ンを容易に構成できただけでなく、実用に耐えうる処理
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速度が得られている。 

応用分野実装グループでは、これまで、加法準同型暗

号を中心に応用アプリケーションを開発してきたが、よ

り広範囲の対象に秘匿計算を適用するための基本的なツ

ールとして、任意の回数の加法に加えて1回の乗算を暗

号空間で行うことができ、かつ効率的な暗号を開発して

実装した。具体的な応用としては、秘匿文字列検索を準

同型暗号と Wavelet Matrix を用いて高速に行う手法を

開発して実装し、有効性を検証した。また、差分プライ

バシとマルチパーティ計算を組み合わせて、薬剤感受性

予測の性能を向上させることに成功した。 

さらに、より社会実装に近い応用アプリケーションとし

て、SNS 会話から秘匿計算によって最も広告価値の高

い広告を表示するデモを、レベル2準同型暗号を用いて

作成した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］秘匿化データ処理、プライバシ保護 

 

［研 究 題 目］統計的検定手法構築、高速化・大規模化

及び手法の普及 

［研究代表者］瀬々 潤（人工知能研究センター） 

［研究担当者］瀬々 潤、Raissa Relator 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本年は LAMP を理研・東大の収集している20万人47

疾患にわたる1塩基置換（SNP）情報であるバイオバン

クジャパンの情報の中から4疾患に適用、および、東北

メディカルメガバンクの収集している1000人分の次世

代シーケンサで得られた変異情報と、検診情報に適用し

た。目的は、LAMP が十分高速に動作しうるか、解析

結果有意な結果が出うるかどうかの調査を行うことであ

る。その結果、遺伝モデルの内、劣性遺伝のモデルにお

いては十分に動作しうる速度が得られ、計算終了するこ

とができるが、優性遺伝のモデルにおいては、現状の

LAMP の速度では計算が困難であることが判明した。

しかし、劣性遺伝のモデルであっても、今までに確認さ

れていない統計的に有意に疾患に関連した SNP 群が観

測されたため、LAMP は新規遺伝要因の発見に十分寄

与できる可能性が示唆された。今後、検出された組合せ

の生物学的・医学的意義の解明を行い、手法の有用性を

示していく。 

［領 域 名］情報・人間工学、生命工学   

［キーワード］機械学習、統計検定、ゲノム、遺伝子 

 

［研 究 題 目］機械学習を用いた倍数体オミクス解析と

モデリング技術の開発 

［研究代表者］瀬々 潤（人工知能研究センター） 

［研究担当者］瀬々 潤（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 作物の多くは複数のゲノム DNA が融合した倍数体で

あるために、これまでゲノムレベルの研究が困難でした。

本研究ではシロイヌナズナ属のモデル倍数体ミヤマハタ

ザオを用いて、野外栽培での大量データ取得技術と、今

後懸念される環境変動への適応性、「環境頑健性」の高

い植物体を予測する人工知能技術を開発することを目標

にしています。さらに、横浜市立大学の木原生物学研究

所グループは、木原均博士以来の倍数体コムギ研究の伝

統を生かし、ゲノム構成の異なる様々なコムギを解析し

ます。本年度は、個々のオミクスデータの取得技術の開

発にとりかかり、植物育成を行ってデータ取得も開始し

ました。まず、倍数体ゲノム DNA の解析の最大の難関

は、重複遺伝子（ホメオログ）を分けることです。遺伝

子発現解析をする際にも、個体変異を解析する際にも重

複遺伝子を分ける技術が必要になります。そこで、産総

研で開発したソフトウェア HomeoRoq の改良をすすめ

ています。また、スイスグループにてこの解析を検証す

る中で、既存のゲノムアセンブリと個体変異解析手法を

使うと、配列場の特定の位置に誤って変異を同定されや

すいというバイアスを発見し、論文として発表しました

（Briskine, B.V., Shimizu, K.K. (2017) Positional bias 

in variant calls against draft reference assemblies. 

BMC Genomics, 18; 263）。この問題は、倍数体解析で

重要であるのみならず、どの生物にも当てはまる一般的

なものです。また、野外での植物生育状況の自動画像取

得・解析を目指して、エルピクセル株式会社を中心とし

て画像解析技術の開発を進めています。 

［領 域 名］情報・人間工学、生命工学 

［キーワード］機械学習、オミクス、コムギ、ホメオロ

グ 

 

［研 究 題 目］エピジェネティクス解析及び医療画像デ

ータ解析を中心とした機械学習全般の解

析手法を用いた統合的解析 

［研究代表者］瀬々 潤（人工知能研究センター） 

［研究担当者］瀬々 潤（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 プロジェクトがスタートし、倫理申請および、データ

の準備等を実施した。 

［領 域 名］情報・人間工学、生命工学   

［キーワード］機械学習、エピジェネティクス、医療画

像 

 

［研 究 題 目］予防安全分野の多機関分散データの統合

的利活用技術のテストヘッド開発 

［研究代表者］西田 佳史（人工知能研究センター） 

［研究担当者］西田 佳史、北村 光司、本村 陽一、 

山中 龍宏（緑園こどもクリニック） 

（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 ビッグデータの解析結果は新製品開発など様々な活用
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が期待され、データ収集・解析・利用を促進するビッグ

データ流通システムの構築は必須だが、その促進・定着

には、データ所有者、解析機関、利用機関の各エンティ

ティが win-win の関係を築けることが重要である。既

存研究では解析機関に着目した研究が多いが、本研究課

題では、データ所有者に着目し、データ解析結果の適切

な対価の還元・フィードバックを実現し、データ所有者、

解析機関、利用機関を信頼の環で連結し、ビッグデータ

の収集・解析・利活用・所有者還元をセキュアかつフェ

アに実現し、サイバー攻撃など各種攻撃に対して頑健な

ビッグデータの流通プラットフォームを実現する。さら

に、予防安全及び医療でビッグデータ利活用の実証実験

を行い、運用時の課題も解決する。産総研は、この中で、

予防安全分野（事故予防分野）におけるセキュリティ基

盤技術による多機関分散データの利活用技術を現場と連

携し実証的に開発する部分を担当する。 

 平成28年度は、平成27年度までに開発してきた傷害

データを統合した分析・活用するシステムと、セキュリ

ティコア技術グループが開発した PSI とを統合するこ

とで、セキュリティに配慮して利用可能なシステムを開

発するとともに、PSI 利用時の処理時間など実用を見据

えた検証を行った。具体的には、複数の小学校で発生し

た事故情報を、どこの小学校で起きた事故かは知られる

ことなく、統合して統計的な分析が可能となった。さら

に、医療費の情報を元に、類似状況で特にリスクが高い

事故を把握可能なクリク分析機能を開発した。また、事

故に関連した製品・環境の形状と類似した形状特徴を持

つ製品・環境を見つけ出す機能や、製品・環境の形状と

それに対する子どもの行動の関係をモデリングすること

で、形状特徴から子どもの行動を予測する機能を開発し

た。これにより、製品・環境の形状情報がある場合に、

存在する環境だけでなく、設計段階の製品・環境につい

て、起きる可能性が高い事故や子どもの行動を予測する

ことが可能となった。また、平成28年度は、平成27年

度に試作して検討してきた、小さな物体の誤嚥による窒

息事故や刺傷事故を防ぐために、傷害予防ツールに関し

て、平成27年度に開発したものの完成度を高めた試作

品を製作して、のべ40名に対してユーザビリティテス

トを実施し、商品化に向けた検証を行った。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］多機関分散データ、データ融合、ビッグ

データ、データマイニング 

 

［研 究 題 目］データ利用技術の開発と普及 

［研究代表者］西田 佳史（人工知能研究センター） 

［研究担当者］西田 佳史、北村 光司、 

山中 龍宏（緑園こどもクリニック） 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本課題は、政策当局、メーカー、消費者等の関与者が

必要とする情報を、政府統計、各種ビッグデータ等を基

礎として抽出し、リスクマネジメントに応用する具体的

方策論を開発・提案する。リスク情報に関するデータモ

デルを構築するとともに、関与者の具体的なリスクマネ

ジメント事例を通じてアプローチの有用性を実証し、当

事者のインセティブを顕在化させる。また、研究成果の

社会実装を進め、オープンデータコミュニティ形成を図

る。この中で、産総研は、生活空間における事故発生プ

ロセスのモデル化、人間行動データや事故行動シミュレ

ーション技術に基づく、傷害発生確率や危険回避の可能

性に関する評価技術、生活安全上の支援機器等の開発を

支援する生活空間リスクの可視化技術等の開発を担当す

る。 

 H28年度は、開発したシステムの機能（下記1と2）

を拡張し、新たに、3）の機能を追加した。1）収集さ

れた事故データを施設利用者や他の施設環境に合わせて

事故予防に再利用できるデータ蓄積を可能とする事故事

例記録・可視化機能、2）多様な生活機能を有する各被

介護者の生活動線に合わせたリスク把握を可能とする生

活動線考慮型リスク予測機能、3）介護タスク構造を用

いた事故データの特徴化によって、事故状況の類似性計

算に基づいて潜在的なリスクを予見可能にする類似事故

事例可視化機能である。H27年度は、施設で収集された

データだけを用いたが、H28年度は、新たに「事故デー

タバンクシステム」の776件の介護施設で発生した事故

データを、他施設で発生した事故データと仮定してリス

ク予見を行うことで有効性の検証を行った。 

 また、平成28年度は、平成27年度までに開発した手

すりセンサを用いて、実環境において実証実験をした。

実証実験のため、88歳の一人暮らしの女性を対象に、

被験者宅の廊下に手すりセンサを取り付け、1年間の連

続データ取得に成功した。位置推定機能を用いて被験者

の移動速度を求められることを確認した。歩行速度の低

下に関して、高齢者の歩行速度は加齢と共に低下するこ

とが知られており、歩行速度の低下に伴い歩幅、歩行率

といった歩行パターンや下肢の筋力の低下もみられるこ

とが知られている。このことからニーズの高い在宅とい

う生活空間においても、低コストで、タイムリーに高齢

者の健康状態（このケースでは歩行状態）やそれに関連

するリスク（このケースでは転倒リスク）を把握するサ

ービスの実現可能性が確認された。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］リスクアセスメント、子どもの傷害予防、

オープンデータ 

 

［研 究 題 目］高品質な培養細胞を実現する培養液かけ

流し細胞培養システムの開発  

［研究代表者］夏目 徹（創薬分子プロファイリング研

究センター） 

［研究担当者］夏目 徹、足達 俊吾、茂木 克雄 
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（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

細胞培養は生物の研究において最も重要な技術の一つ

である。細胞の培養は通常37 ℃－5 %CO2環境下、

ANSI/SBS 規格サイズの培養皿内で培養液とともに培

養を行う。さらに、栄養源などの補給や代謝物の除去の

ために1～4日間に1回の頻度での培養液の交換を行うが、

この方法（断続的な培地交換）では老廃物の蓄積が起き

やすく老廃物によって引き起こされたアシドーシスによ

り細胞がストレスを受け品質が低下する。かん流（掛け

流し）培養による連続的な培養液の交換は老廃物の蓄積

を低減させる有効な手法であり、自動的かつ程速度で培

養液のかん流培養を行う装置を開発、使用することによ

り、アシドーシスやせん断応力による細胞ストレスが少

ない培養を実現できると考えられる。本年度はまず、昨

年度作成したかん流培養装置について、培地交換効率、

培養液の流れについての解析を行い、装置が目的通りに

機能していることを確認した。また、293T 細胞、

C2C12細胞、THP1細胞について、通常のマニュアルに

よる培地交換手法を用いた培養および、昨年度作成した

かん流培養装置お用いた培養、さらには培地交換を行わ

ない培養を行い、それぞれの培養細胞より RNA を回収、

細胞ストレスに関わる mRNA 量について Realtime 

PCR を用いた解析により細胞ストレスの定量を行なっ

た。その結果、かん流培養装置お用いた培養は通常のマ

ニュアルによる培地交換手法を用いた培養や、培地交換

を行わない培養に比べて顕著にストレスが少ない事が明

らかとなった。我々はさらに、293T 細胞を用いた培養

実験について、次世代シークエンサーを用いたトランス

クリプトーム解析を行い、培養手法の違いが細胞内の

mRNA 全体に与える影響の確認を行ない、各手法によ

り影響を受ける mRNA 群を同定することに成功した。

現在、同定した mRNA 群が盈虚を受ける経路および、

変化する意義について解析を行なっている。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］かけ流し細胞培養システム、質量分析、

次世代シークエンス、培養技術 

 

［研 究 題 目］精神的価値が成長する感性イノベーショ

ン拠点 

［研究代表者］持丸 正明（人間情報研究部門） 

［研究担当者］持丸 正明、梅村 浩之、藤村 友美 

（以上、人間情報研究部門）、 

本村 陽一、櫻井 瑛一（以上、人工知

能研究センター）（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 本プロジェクトは広島大学が中核となり受託した

JST 革新的イノベーション創出プログラム（COI 

STREAM）に産総研が参画し実行されている。本プロ

ジェクトでは主に「ワクワク感」を対象として、快-不

快、活性-非活性、過去志向－未来志向などの多次元の

心理軸に基づいて、脳、生理指標計測による感性の可視

化技術、感性情報の解読技術、及びバイオセンシング技

術の開発を通して、BEI（Brain Emotion Interface）

の開発を行っている。そして、この技術を用いて感性価

値を高めるような製品の作成を目指している。 

後者の BEI の社会実装のためには、製品・サービス

の使用者の嗜好性を推定するための類型化が必要となる。

産総研では、類型化のために必要な消費者属性とその感

性をモデル化することを行っている。平成29年度にお

いては、モデル化の対象を自動車についてから食に関す

るモデリングに拡大して行った。モデルを新鮮に保つた

めにはデータが持続時に観測するための仕組みが必要と

なる。その目的のために、モデル化した結果を社会に実

装してデータを取得する仕組みにむけた事前調査と仕組

自身の作成を行った。 

感性価値を高めるためには、使用者の共感というもの

も重要になる。平成28年度から開始した共感の測定で

は10組20名の被験者に対して実験を行った。実験では、

会話中の笑顔・表情筋・身体運動を指標として、場の盛

り上がりや共感度の推定を行った。そこで得られた指標

と被験者自身の盛り上がり度などの自己評価の関係や、

同時に行った共感度アンケートや相手への好感度との関

係を推定することを目的とした基礎を得るための検討を

行い、一部の感性について高い相関を見出した。今後は、

これらの相関をもとに画像情報や表情筋情報から共感度

を推定できるようなシステムを構築し、さらには共感度

を向上させるような仕掛けと組み合わせていくことを視

野に入れている。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］感性工学、データ収集、社会実装、共感 

 

［研 究 題 目］汎特異的相互作用を基盤とする多剤耐性

機構の動的立体構造解析  

［研究代表者］竹内 恒（創薬分子プロファイリング研

究センター）  

［研究担当者］竹内 恒（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、多剤耐性転写因子が薬剤との汎特異的相互

作用を介して転写を制御する分子機構の解明と基盤技術

としての動的立体構造解析の確立を目的とする。この研

究目標を実現するために、以下のような3テーマの実験

項目に取り組む。①「汎特異的」相互作用に基づく多

剤・高親和結合の横断的理解②「汎特異的」多剤結合に

よる転写制御機構の解明③転写制御機構の in vivo 解析

による検証まず①「汎特異的」相互作用に基づく多剤・

高親和結合の横断的理解により、様々な薬剤との「汎特

異的」相互作用がどのような分子機構により成立するの

かを明らかにする。次に②「汎特異的」多剤結合による

転写制御機構を、定常状態および薬剤存在下における
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DNA 複合体の立体構造および動的平衡を明らかにする

ことで解明する。さらに提案する転写制御機構に基づく

合理的変異体を設計し、ゲノム編集とルシフェラーゼア

ッセイを組み合わせた実験系を構築することで、③転写

制御機構を in vivo 解析により検証し、多剤耐性転写因

子が薬剤との汎特異的相互作用を介して転写を制御する

分子機構の解明と、動的立体構造解析の基盤技術の確立

を行う。 

 今年度はこれまでに解析を行ってきた PadR-like 

family 多剤耐性転写因子 LmrR に加えて、その他のフ

ァミリーの代表として QacR（TetR Family, 44 kDa）,

の発現・精製法および Ile メチル基シグナルの帰属を確

立した。さらに、確立した帰属に基づき、結合定数が一

定以上で転写活性化効率の6種の異なる複数の薬剤を用

いて QacR に対する薬剤滴定実験をおこなった。その結

果、添加したすべての薬剤について、化学シフト変化量

の絶対値は異なるものの、薬剤結合部位から離れたアロ

ステリック部位での化学シフト変化が互いに相関してお

り、薬剤結合に伴い共通の構造平衡の変化を示すことが

示唆された。さらに立体構造変化量（化学シフト変化の

総和）を転写活性誘導比と比較したところ、両者は良い

相関を示し、構造平衡の変化量が転写誘導比を決定して

いることが示唆された。一方、QacR に対する DNA の

滴定を行ったこところ、DNA 結合に伴う化学シフト変

化から1オペレーターサイトに対して2対の QacR 2量体

が結合することが確認された。また Rho6G と DNA が

誘起する化学シフト変化は逆相関をしめし、薬剤と

DNA は互いに相反する構造平衡を好み、化合物サイズ

が大きな寄与を示す構造平衡の変化度が転写抑制の解除

の度合いを決めていると考えられた。 

 また QacR に対する化合物の結合量比が、2量体につ

き化合物2分子となっていることから、化合物結合やそ

れに伴う QacR の構造変化に協同性が見られるかどうか

を検証した。まず各状態間の交換速度が遅く、異なる結

合状態（F:F, F:B, B:B）を分離して観測することが可能

な Rho6G の滴定を行った。その結果、QacR に対し0.5

等量の Rho6G を滴定したスペクトルから不結合状態の

シグナルが消失し、2量体の片方に化合物が入った

（B:F）複合体に相当するシグナルのみが観測された。

このことは化合物結合が強い負の協同性を示すことを意

味する。多剤耐性転写因子は細胞内に比較的多く発現し

ている。よって、親和性に加え、結合量がその活性制御

に重要となる。負の協同性があると低い化合物濃度で活

性化された QacR の濃度が速やかに増大することから、

低濃度域での鋭い活性化が可能になる合理的な機構であ

ると考えられる。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］汎特異的相互作用、NMR、動的立体構

造解析、多剤耐性 

 

［研 究 題 目］情動や運動の記憶保持機能を基盤とした

次世代語彙学習システムの設計 

［研究代表者］福嶋 政期（人間情報研究部門） 

［研究担当者］福嶋 政期（他1名） 

［研 究 内 容］ 

 記憶に関する神経生理学や心理学の最新の研究成果に

より、人が新たな出来事や言語を記憶する際に、「情動

（感情を含む）」や「運動」がその事象の五感覚情報を

長期記憶として保持させることが明らかになりつつある。

本プロジェクトは、この情動や運動の記憶保持効果と

VR・AR 技術を統合し、人の記憶に効果的に介入する

新たな語彙学習の潮流を創ることを目指している。 

 平成29年度は、「情動」の記憶保持機能を活用した語

彙学習手法に注力し、情動喚起を伴う立体音響ナレーシ

ョンで覚える体感型の英単語学習手法（「えもたん」）を

設計し、その記憶保持効果を確認した。英単語帳やフラ

ッシュカードアプリで利用される発音を確認する用途の

音声の多くは、英語母語かつ訛りの少ないナレータの発

音であり、正しく聞き取りやすいが単調で印象に残りに

くい。「えもたん」は、まず表現力豊かな国内声優を、

英語母語者の監修のもとナレータとして採用した。次に

英単語の意味およびニュアンスを体感できる数秒の物語

を立体音響技術で表現し、意味記憶ではなく、感情豊か

なエピソード記憶として覚えられるようにした。例えば、

「aerate - 空気を吹き込む」という単語の場合、ダミ

ーヘッドマイクに息を吹きかけながら音声を録音する。 

英単語を10語覚えるタスクで本手法の記憶保持効果

を確認したところ、従来の音声（発音を確認する用途で

利用されている音声）は、英単語の平均正答数が1週間

で8.9語から3.0語まで減少し、平均忘却数が5.9語であ

った。一方で、提案音声（えもたん）では、平均正答数

が1週間で9.0語から4.8語まで減少し、平均忘却数が4.2

語であった。忘却数について対応のある t 検定を行なっ

たところ、従来音声と提案音声の条件間に有意差が認め

られ、提案音声によって忘却数が低減されることが示唆

された。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］情動、感情、ナレーション、バイノーラ

ル録音、フラッシュカード、語彙学習 

 

［研 究 題 目］大規模ゲノム情報の安全な統合分析を実

現する超高機能暗号 

［研究代表者］縫田 光司（情報技術研究部門） 

［研究担当者］縫田 光司（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、データベースの個々のデータは隠したま

まデータ全体の性質の分析を可能とする「プライバシー

保護データ分析」（PPDM）という暗号応用技術を研究

している。例えば、難病患者の遺伝子情報リストを専門

家が詳細に分析することで予防医学や遺伝子治療技術の
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向上が期待される一方、個々の遺伝子情報は患者のプラ

イバシと密接に関わるため、専門家相手といえどむやみ

に公表することは憚られる。ここで PPDM 技術を導入

すれば、特殊な暗号技術で個々のデータを暗号化し隠し

たまま、データ全体の統計情報（例えば最頻値など）の

みを抽出でき、プライバシ保護とデータの有効活用の両

立の実現が期待できる。特に本研究では、個人ゲノム情

報のような超大規模なデータベースにも適用可能な高い

効率性と強固な安全性の実現を目指している。 

 平成29年度は、PPDM 技術の主要構成要素である準

同型暗号技術、中でも機能面に優れた完全準同型暗号に

ついて、前年度までに取り組んできた新構成原理の探求

や関連する数学理論の整備を継続し、特に、本方式の構

成原理を安全な形で実現するために必要な性質を満たす

代数的構造の候補の探索を行った。その結果、必要な性

質を部分的に満たすと期待される具体的な代数的構造を

見出した一方、ある種類の代数的構造では必要な性質を

決して満たせないため候補から除外できる、という理論

的な解析結果を得た。また、これまでに研究開発した効

率的な PPDM 技術をどれだけ幅広い問題設定へと拡張

できるか検討し、本 PPDM 技術の拡張可能性を記述す

る新たな計算モデルを考案した。この計算モデルの適用

範囲の分析など、上記研究成果のさらなる発展は今後の

継続研究課題である。他にも、PPDM 技術に関する標

準的な安全性モデルを再考し、実システムにおける

PPDM 技術の実装の安全性を評価する上で同安全性モ

デルの使用時に注意すべき点の提示などを行った。 

さらに、本研究の認知度向上のため、研究者・学生向

けの公開ワークショップを開催し研究成果を発表した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］暗号技術、プライバシ保護、秘匿データ

分析、応用数学 

 

［研 究 題 目］計算論的代数幾何学によるデータ駆動科

学の発展 

［研究代表者］永田 賢二（人工知能研究センター） 

［研究担当者］永田 賢二（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、代数幾何学を利用して、特異モデルにお

けるベイズ推定のアルゴリズム開発を行い、さらに、そ

のアルゴリズムの結果として得られるサンプリングを利

用した代数多様体の系統的構造抽出法の開発を行う。ま

ず、ベイズ比熱と呼ばれる量を導入することで、ベイズ

推定における推定の成否を判断できる可能性があること

を発見した。この有効性を検証するために、スペクトル

分解の問題においてデータに重畳されるノイズの大きさ

を変化させたときのベイズ比熱の変化を追跡し、推定の

成否の前後でベイズ比熱が発散することを確認した。そ

の基礎的成果として、スペクトル分解においてピーク個

数とノイズレベルの同時推定を行う枠組みを提案し、論

文採択に至った。また、ベイズ推定で利用していたアル

ゴリズムであるレプリカ交換モンテカルロ法を利用する

ことで、代数幾何学において重要とされる対数的閾値を

ブローアップなしで計算機により求めるアルゴリズムを

開発し実装に上半期で成功した。その推定精度向上のた

めにマルチヒストグラム法を開発中であり、検証実験と

して、スピンモデルからの有効モデル抽出の問題に適用

した。この成果が論文採択まで至っている。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］データ駆動科学、計算論的代数幾何学、

ベイズ推定、交換モンテカルロ法、対数

的閾値 

 

［研 究 題 目］身体環境インピーダンスのアクティブデ

ザインによる運動・感覚能力の獲得手法

の具体化とインタラクションの検討 

［研究代表者］村井 昭彦（人間情報研究部門） 

［研究担当者］村井 昭彦（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究は、ヒトの身体と環境の間の一見パッシブに思

われるインタラクションを表現する“身体環境インピー

ダンス”をモデル化し、アクティブデザインする理論を

構築、社会実装することで、アクティブに健康な運動・

感覚能力を獲得する枠組みを創ることを目指す。本年度

特定課題調査においては、身体環境インピーダンスを軸

とした具体的な環境制御によりヒトの運動に介入し、運

動計測・解析することにより身体環境インピーダンスが

変容することを明らかにする。これにより、ヒトと環境

のインタラクション部における環境制御により身体環境

インピーダンスを軸としてヒトの運動をデザインし、支

援・改善する実現性を示す。 

まず、ヒトの身体環境インピーダンスモデルを構築、

その解析技術を開発し、実際の実験データにおいて身体

環境インピーダンスを解析した。身体環境インピーダン

スはヒトが環境から受ける力に対する身体の挙動を表現

するため、床反力の水平成分に対する足底圧力中心

（COP）の挙動としてモデル化した。 

次に、運動力学的環境制御リアルタイム重心動揺を用

いた際の身体環境インピーダンスの変容を計測・解析し

た。リアルタイム重心動揺は静止立位時の SLIP の前後

変化にもとづき床面をリアルタイムに動揺させ、本人の

知覚に上らないレベルで SLIP 動揺量を増幅／減衰させ

る。この結果、SLIP 動揺量を増幅させると身体環境イ

ンピーダンスのバネ係数が大きくなり、減衰させると小

さくなるという結果が得られた。 

そして、上記で得られた運動力学的環境制御による身

体環境インピーダンスの変容と同様の効果、を身体と環

境のインタラクション部のマテリアルデザインにより実

装できることを確認した。ここでは、ショア硬度が異な

るシリコンブロック上での静止立位における身体環境イ
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ンピーダンスを計測・解析し、やわらかいマテリアル上

では身体環境インピーダンスのバネ係数が大きくなると

いう結果が得られた。 

これらの結果から、運動力学的環境制御のデザインや

マテリアルのデザインにより身体環境インピーダンスを

変容させられることを明らかにし、一見パッシブに思わ

れる身体環境インピーダンスのアクティブデザインが可

能であることを示した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］身体環境インピーダンス、ヒトと環境の

インタラクション、運動生成・制御メカ

ニズム 

 

［研 究 題 目］次世代計測・デジタル身体モデル 

［研究代表者］多田 充徳（人間情報研究部門） 

［研究担当者］多田 充徳、丸山 翼、持丸 正明 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 「生活者に意識させない計測とフィードバック」を実

現するために、環境または身体に装着された簡易センサ

と、生活者の個人別デジタルヒューマンモデルを用いて、

生活者の運動をリアルタイムに計測・解析する技術を開

発する。本年度は、（a）少数寸法値から個人別デジタ

ルヒューマンモデルを生成するためのプログラム整備、

（b）寸法値を簡易的に計測するための無線式測距セン

サの開発、そして（c）IMU センサを用いた重心計測精

度の検証を行った。 

（a）については、身長と体重の2項目に加えて上肢

長さや下肢長さなど、モデルの要求精度に応じて、異な

る寸法セットから個人別デジタルヒューマンモデルを生

成できるようプログラムを拡張した。（b）については、

ToF 式の測距センサを搭載した無線測距モジュールのプ

ロトタイプを開発した。2000 mm までを4 mm 以下の

誤差で計測できる。（c）については、IMU センサと光

学式 MoCap で計測した重心位置の比較を行った。IMU

センサで計測できるのは姿勢変化だけであるが、足部と

床面との接触判定アルゴリズムを用いて、接地脚を基準

とした姿勢復元を逐次実施することで、全身の移動の推

定を実現した。進行方向には8 %程度の推定誤差が乗る

ものの、上下方向には20 mm 程度の誤差で重心動揺の

推定が実現できた。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］デジタルヒューマン、個別モデル、測距

センサ、IMU センサ、運動計測 

 

［研 究 題 目］安全・安心・満足に資する高齢者支援技

術 －高齢者と介護関係者をつなぐデジ

タルーヒューマンネットワークの構築 

［研究代表者］渡辺 健太郎（人工知能研究センター） 

［研究担当者］渡辺 健太郎、三輪 洋靖、西村 拓一、

福田 賢一郎（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は高齢者支援・介護支援技術の統合的な開発・

適用・評価手法を提案することを目的とする。本目的の

実現に向けた本年度の計画は、特に日本側の技術を、両

国の高齢者支援・介護支援に対して試験的に適用し、そ

の適用性や要件・使い方の違いの分析を行うことであっ

た。また、フィンランドの高齢者やその家族、並びにサ

ービス現場の従業員に関する意識調査、及び介護サービ

スの業務調査を行い、日本・フィンランド両国間の高齢

者支援サービスの特徴をより明らかにすることであった。 

 まず、フィンランドにおいて、産総研で開発された介

護情報共有支援システム2種類の試用をワークショップ

形式で行ったところ、特に写真や動画を用いた情報共有

の可能性について、日本と共通の期待が見られた。また、

日本の介護機器事業者とフィンランドの自治体、介護・

医療関係者と連携し、リハビリ支援機器の活用に関する

ワークショップを行った。日本においては介護業務分析

のための行動センシング技術の評価を実施した。 

 次に、フィンランドにおける、介護を必要としない高

齢者層に対する意識調査の結果から、期待する介護のあ

り方や技術に対する受容性の違いが明らかになった。ま

た、フィンランドの介護施設における介護士の業務計測

を実施し、日本との比較を行った。加えて、フィンラン

ドの施設介護サービス経営者、自治体に対するインタビ

ュー調査を実施し、介護支援機器の導入にあたっての課

題・重点領域の分析を行った。次年度、さらに追加調査

を行う予定である。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］介護、高齢者支援、サービスシステム、

支援技術、比較研究 

 

［研 究 題 目］マルチモーダル画像融合による極限セン

シング 

［研究代表者］田中 正行（人工知能研究センター） 

［研究担当者］田中 正行（常勤職員1名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 現在のロボットを災害環境下へ適応する際には「現場

で動けない」、「現場の状況が不明」、「失敗すると全体が

破綻」、「作業条件が合わない」等が露になることが課題

として挙げられ、それらの課題の克服が、本プログラム

における PM の達成目標実現のために必要である。そ

こで本研究開発では、上記4つの解決すべき課題のうち

「現場の状況が不明」（=極限環境センシング・状況理

解・推定の問題）に着目し、これらを解決もしくは改善

するために、極限環境下でタフな画像処理技術の研究開

発を実施する。 

 当該期間においては、二台の広角遠赤外線カメラ間の

幾何学的なキャリブレーション手法の研究開発を行う。

また、二台の広角遠赤外線カメラを用いた広角遠赤外線
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画像生成のアルゴリズムおよびシステムの研究開発を行

う。また、これまでの ImPACT における研究成果であ

る、可視カメラと遠赤外線カメラの高精度同時キャリブ

レーション技術を応用して、広角遠赤外線カメラシステ

ムだけでなく、魚眼可視カメラの情報を同時に提示する

ことを当該年度の研究目標とする。 

［領 域 名］情報・人間工学   

［キーワード］遠赤外線カメラ 

 

［研 究 題 目］キャタリストインフォマティクスによる

機能性化学品イノベーション 

［研究代表者］浅川 真澄 

（触媒化学融合研究センター） 

［研究担当者］浅川 真澄（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本提案プロジェクトの中で構想する将来立案するプロ

グラムは、大きな資源と長期を要することから、幅広い

関係者（アカデミア並びに文部科学省、経済産業省、産

業界など）による議論に基づき、理解していただいた上

で関係者の協力を得ながら提案することが重要であり、

本プロジェクトの活動の中でワークショップやシンポジ

ウムなどの場を企画運営し、関係者を集めると共に議論

の場を設定し、プログラムの必要性を理解してもらうこ

とを目標とする。①北大－理研－物材機構－産総研「触

媒技術」＋「人工知能」連携並びに②FlowST コンソー

シアム（東大－京大－産総研）「プロセス技術」連携そ

れぞれにおいてシンポジウムを企画、開催した。①にお

いては第3回キャタリストインフォマティクスシンポジ

ウム（2017年11月22日）を開催し、232名の参加者を

集めた。また、競争的資金の獲得に関しては、理研—産

総研「チャレンジ研究」（共同研究）課題「触媒探査シ

ステム「AiMAC2」の構築による空気・砂の資源化」が

先導課題を経て準本格研究として採択された。②におい

ては、第2回 FlowST シンポジウム（2018年1月12日）

を開催し、360名の参加者を集めた。また、NEDO エ

ネルギー・環境新技術先導プログラム E1「大幅な省エ

ネルギー及び CO2削減を可能とするファインケミカル

ズの連続フロー合成プロセス技術」、課題「ファインケ

ミカルズ製造のためのフロー精密合成の開発」採択に貢

献した。 

［領 域 名］材料・化学  

［キーワード］プログラム立案、触媒開発、フロー合成、

人工知能との連携 

 

［研 究 題 目］イノベーション塾 

［研究代表者］一木 正聡（集積マイクロシステム研究

センター） 

［研究担当者］一木 正聡（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 産業構造変革のスピードアップと長寿命化によるライ

フステージの変容に伴って、ワークライフ期間延伸の必

要性が高まっている。また、人口動態からは生産年齢人

口の継続的減少に加えて、企業内保蔵者が数百万人程度

あり、今後の社会的な課題として対応が必要となること

が予想される。こうした状況を踏まえて、ベースとなる

専門性に加えて新たな技術を「学び足す」機会を通じて

新たな活躍の機会の創出に向けての意識改革の促進が今

後一層必要と考えられる。一方、現在の第5次科学技術

計画においては、研究機関・大学等の役割として「橋渡

し」機能の拡充が期待されており、これらを担う人材の

流動性の向上とともに「学びの場」の構築が必要とされ

ている。技術主体であるイノベーションにおいては、技

術シーズの習得の場である研究機関・大学においてこの

「場」を構築することが有効かつ合理的であり、先端的

な技術分野の習得を通じて高生産性技術への継続的な従

事を通じて、日本の産業競争力の持続的発展に貢献する

ことが可能となる。こうした社会制度の整備を通じて、

就業ピラミッドにおけるミドル層の底上げとともに社会

的配置転換と個人のライフキャリアの両立を下支えする

制度導入を図ることが可能となる。このことは、共創イ

ノベーション社会の働き方改革を促進することとなり、

結果的に人材流動性を高める第1ステップに位置づける

ことができる。 

 本提案では、主に高度技術人材の「学び足し」システ

ムの導入を提案している。PM 研修の第2ステージには、

このために第1ステップとして、社会的課題の論点整理、

入口出口戦略等の議論の場の設置、既存の制度の内側で

の試行展開を行う。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］プログラムマネージャー（PM）、人材 

流動、学び足す 

 

［研 究 題 目］大規模社会シミュレーション実行計画機

構の開発および全体調整とパッケージ統

合 

［研究代表者］野田 五十樹（人工知能研究センター） 

［研究担当者］野田 五十樹、山下 倫央、松島 裕康、

落合 純一（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究ではシステム挙動分析・データ同化等の手法を

HPC プラットフォーム上で簡便に実現するため、

「MASS 計画・管理モジュール」および「MASS 分散

実行ミドルウェア」の2つのレイヤからなる MASS 管

理・実行フレームワークの構築を目標としている。この

目標に対し、本年度は、共同研究先とともに、これまで

開発を進めてきた MASS 計画・管理モジュール

OACIS/CARAVAN および MASS 分散実行ミドルウェ

ア X11/XASDI について、多数のアプリケーションに提

供しながら、機能の拡張を行い、HPC 上でマルチエー

ジェント社会シミュレーションを活用する枠組みの完成
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度を高めた。 

 MASS 計画・管理モジュール OACIS の機能拡張では、

実験計画法と分割探索手法を組み合わせて、少ない実験

数とその結果から、相転移のように急激に出力が変化す

るシミュレーション設定を探索する手法を開発し、それ

を OACIS モジュールとして実装した。このモジュール

の性能検証として行った津波避難における避難人数の影

響分析では、単純な網羅的シミュレーションでは

72,171回必要であったシミュレーションの試行回数を

486回まで削減でき、その少ない回数で網羅的実行と同

じ解析結果が得られることを示した。 

 また、MASS 分散実行ミドルウェア X10を用いた大

規模マルチエージェントシミュレーションの実行基盤開

発では、ノード間にまたがったエージェント群とその処

理を効率的に管理するため、分散集合ライブラリおよび

動的負荷分散機構の研究を進めており、応用事例として

人工市場シミュレーション基盤 Plham の大規模並列化

に向けた研究を進めた。 

［原著論文7］ 

 このほか、これらモジュールやミドルウェアの機能検

証のための応用事例では、大規模商業施設における人流

や、より一般の人流における集団運動形成、東京証券取

引所などの株式・金融市場における制度設計や規制の設

計支援、大都市のタクシープローブデータや国体におけ

るバス運行計画を題材とした都市交通とそのサービス設

計などを題材として取り上げた。 

 さらに、これら開発してきたモジュール・ミドルウェ

アの普及を図るため、上記応用事例で用いたアプリケー

ションシミュレータとセットにしたパッケージを

docker などの形式でまとめて公開した。さらには、こ

れらのパッケージの利用方法の講習会を多数開催し、幅

広いユーザ層の構築と同時に、不具合などの洗い出しを

進めた。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］社会シミュレーション、人工知能、ハイ

パフォーマンスコンピューティング 

 

［研 究 題 目］シグナル撹乱複合体の電子顕微鏡解析 

［研究代表者］佐藤 主税 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］佐藤 主税、川田 正晃、三尾 和弘 

（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 ピロリ菌は、アジアで特に深刻である胃がんの最大の

原因の一つである。菌が分泌するタンパク質 CagA は、

胃粘膜細胞でリン酸代謝系シグナルの撹乱を行うため、

本プロジェクトではその構造解析と粘膜細胞内への移行

経路の解析を行う。 

研究計画： 

 CagA の理解が進まない原因としては、細胞内に移行

する過程を捉えた高分解能像がないことが挙げられる。

ASEM を用いることで、光学顕微鏡より高分解能で、

細胞内に移行して行く過程の CagA の像を得る。水溶

液中で抗原性を損なわずに画像を取得することで、免疫

ラベルを行う。 

 極低温電子顕微鏡を用いた解析では、CagA 単体とシ

グナル撹乱複合体を対象とする電子顕微鏡による単粒子

解析と X 線結晶構造解析により得られたシグナル撹乱

複合体の部分構造を活用し、シグナル撹乱複合体の全体

像を得るべく解析を行う。 

年度進捗状況： 

 CagA の細胞内移行観察に必要な水中電顕観察の基盤

技術開発を、ASEM を用いて進めた。さらに、金蛍光

免疫電顕により CagA が Helicobacter pylori 菌で生産

され、ヒト細胞へと注入される様子の可視化を行った。

さらにその結果を、SEM による固定乾燥標本での表面

構造観察と組み合わせた。宿主細胞に入ったシグナルが

観察され、今後 CagA および4型分泌機構に関してその

局在決定を進める。 

 クライオ電顕を用いても、CagA 単量体は分子量

130kDa と小さく微かにしか見えない。そのため、

130kDa でもより明解な像の撮影が可能な電子線直接検

出カメラ（DDC）を用い、クライオ透過型電顕により

撮影しその姿を鮮明に捉えた。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］電子顕微鏡、単粒子解析、pylori 菌、 

CagA 

 

［研 究 題 目］戦略的創造研究推進事業／分散協調型エ

ネルギー管理システム構築のための理論

及び基盤技術の創出と融合展開／太陽光

発電予測に基づく調和型電力系統制御の

ためのシステム理論構築／時空間領域の

高精度 PV 発電予測・把握技術 

［研究代表者］大関 崇（太陽光発電研究センター） 

［研究担当者］大関 崇、大竹 秀明（太陽光発電研究

センター）、村田 晃伸（安全科学研究

部門）、嶋田 進（再生可能エネルギー

研究センター）、髙根 雄也（環境管理

研究部門）（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、太陽光発電の大量導入のもとで調和した

電力供給を実現するための、次々世代の電力系統制御の

ためのシステム理論を構築することを研究目標としてい

る。そのため、太陽光発電・需要予測を活用し、また、

供給側・需要側に加えてアグリゲータといった様々な様

態が想定される中間層（調和型アグリゲータ）の機能や

特性に着目し、太陽光発電予測、需給制御、需要家側制

御、送配電系統の制御、基盤理論の視点から研究を行っ
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ている。産総研のグループでは、太陽光発電の発電予測

技術の高精度化、複数予測の統合予測技術の開発、区間

予測/外れ値解析技術の開発を行っている。 

 平成29年度は、広域エリア（電力管区程度）におけ

る発電予測の大外れを予見する指標の開発を行った。具

体的には、複数の海外予測機関の全球アンサンブル予測

を併用し、各予測機関のばらつきを指標として利用し

た。本研究で開発したアンサンブル予測を活用した予測

の大外れ検出指標と、あるエリアを対象とした日射量予

測の誤差との時系列を比較した結果、開発した検出指標

と予測誤差のピークが良く一致していることから、本手

法が予測の大外れを予見できることを示した。また、前

日の日射量予測の不確実性に関して、複数の地点・時刻

における多重信頼区間推定を評価可能なモデル構築を行

った。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］太陽光発電、太陽電池、発電予測、日射

予測、電力需給、系統連系、エネルギー

ネットワーク 

 

［研 究 題 目］高性能・高機能なギ酸脱水素化触媒の

開発 

［研究代表者］姫田 雄一郎（創エネルギー研究部門） 

［研究担当者］姫田 雄一郎、尾西 尚哉、松岡 浩一、

久松 秀梧、神 哲郎、前川 秀、 

齊藤 愛（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、水中100 ℃以下の温和な条件下、高性

能・高エネルギー効率で、ギ酸から一酸化炭素を含まな

い“高圧・高品質水素”の連続供給を可能とする技術開

発を目標とする。具体的には、実用に適した温度領域で、

低環境負荷型かつ高性能なギ酸分解触媒の開発と、ギ酸

から発生する高圧ガスを利用した簡便な水素の濃縮・精

製プロセスの構築を行うことにより、他の化学系液体燃

料からでは得られない優れた特性を持つ水素供給システ

ムの開発を行う。 

 これまでにピリジルイミダゾリン触媒がギ酸脱水素化

反応により発生したガスの圧力が100 MPa を超えるこ

とを見出している。そこで、平成29年度は、ピリジルイ

ミダゾリン触媒をベースに高性能触媒開発を進めた。イ

ミダゾリンの触媒機能部はアミジンと考え、アミジン部

を有する配位子を用いた触媒は、想定通りピリジルイミ

ダゾリンと同程度の触媒性能が観測された。さらに、類

似構造のカルボン酸配位子、アミド系配位子を確かめた

ところ、アミド系配位子を有する触媒が高い触媒速度を

示すことが分かった。アミン上にメチル基、フェニル基

を置換した配位子を用いて、反応速度と耐久性を検討し

た。その結果、1 M ギ酸水溶液でこれらの触媒が反応

速度および耐久性が良好であることが分かった。次に、

高濃度ギ酸水溶液を用いた触媒の耐久性を調べた。その

結果、メチルアミン部を有する触媒は4 M 以上のギ酸

水溶液では、徐々に触媒が分解していることが分かった

が、フェニルアミン部を有する触媒は、8 M ギ酸水溶

液でも、完全にギ酸を分解させることが分かった。また、

6 M ギ酸水溶液が最適で、高い反応速度を示した。ま

た、10 %ギ酸ナトリウムを添加することで、反応速度

が大幅に向上することも分かった。反応温度60 ℃にお

ける反応速度は、現時点で最も高い値であることが分か

った。最後に、高濃度ギ酸水溶液を用いた耐久試験を行

った結果、フェニルアミン部を有する触媒は、これまで

にない反応速度で、安定的にギ酸脱水素化反応が進行す

ることが分かった。最終的に、触媒回転数は100万回に

達した。現時点で、有機添加物を用いないギ酸水溶液で

100万回を越える例は、4例あるが、比較的反応速度は

低かった。今回は、高耐久性でかつこれまでに以上に高

い反応速度を有する触媒を見出すことができた。さらに、

アミド系触媒は簡単な構造のために様々な誘導体の調整

が容易であり、高圧ガス発生の試験結果をフィードバッ

クすることにより、耐久性、触媒活性を向上させていく。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］炭素固定、水素発生 

 

［研 究 題 目］センサデバイス性能向上及びプロセス基

盤技術 

［研究代表者］牧野 俊晴（先進パワーエレクトロニク

ス研究センター） 

［研究担当者］牧野 俊晴、小倉 政彦、加藤 宙光、

加藤 有香子、竹内 大輔、山崎 聡、

宮崎 剛英、宮本 良之 

（常勤職員7名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本テーマでは、東工大、京大、阪大、ルネサスととも

にダイヤモンド中の窒素－空孔複合欠陥（NV センタ）

を利用した、常温・高感度・高空間分解能でイメージン

グ可能な磁気センサシステムの創生を目的として研究を

行っている。NV センタは、固体では唯一、室温で単一

スピンを操作・検出でき、さらに磁気共鳴の光検出が可

能であることから、高空間分解能かつ高感度な磁気セン

サへの応用が可能である。 

本年度は磁気センサの感度を向上するために NV セ

ンタに電子がトラップされた NV－状態を安定化する研

究を行った。具体的には、NV センタの長いスピン位相

緩和時間を維持しつつ NV－の電荷状態を安定化させる

ために、縦型 nin 接合構造を形成した。NV センタは不

純物濃度の低い i 層中に導入し、nin 接合によるバンド

エンジニアリングによって i 層中のフェルミレベルを変

化させて、NV－の電荷状態の安定化が図れることを実

証した。また、測定結果がシミュレーションと良い相関

を示すこと、スピン位相緩和時間は i 層中の位置に関係

なく一定に保持できていることを実証した。 
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NV センタ形成プロセスにおいて意図せずしてできる

NV-H 複合欠陥について、第一原理計算により水素原子

の脱離の可能性を検証した。電子励起の状況での1000 

K 相当の運動エネルギーの付与やゲッタリング材料に

よる NV センタから水素原子の脱離を検証したが、い

ずれも困難であることが示唆された。 

NV センタ以外のⅣ族（Si、Sn、Ge、Pb）-空孔複合

欠陥についても第一原理によりバンド計算を行い、これ

らの複合欠陥の準位は十分局在性を持ったフラットなバ

ンドでダイヤモンドのギャップ中に得られることを確認

した。 

［領 域 名］ エネルギー・環境 

［キーワード］ダイヤモンド、窒素－空孔複合欠陥、磁

気センサ 

 

［研 究 題 目］時間分解スペクトル法を用いた CO2還

元光触媒反応の機構解明 

［研究代表者］小池 和英（環境管理研究部門） 

［研究担当者］小池 和英（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、太陽光をエネルギー源、水を還元剤

とした CO2の資源化技術の中核となる光触媒の開発を

目指す。CO2還元機能に優れた金属錯体を中心に、（1）

水の酸化機能をもつ半導体との複合化触媒、（2）光増

感機能や電子プール機能を持つ錯体ユニットと複合化し

た多核多電子還元光触媒、（3）稀少性の少ない金属を

中核とする CO2光還元触媒の開発である。 

 機能を分担した超分子多核錯体触媒について、高速赤

外過渡吸収吸収と発光減衰の測定を行い、光増感部の還

元過程は光励起状態の還元的消光で支配されること、後

続のユニット間電子移動は高速（>109 s-1）であること

を証明した。 

 比較的希少性の低い銅錯体について、光励起状態の還

元的消光過程を可視紫外過渡吸収分光で定量評価し、

CO2光還元収率は1電子還元状態の生成収率に依存する

ことを明らかにした。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］人工光合成、CO2、金属錯体、光触媒 

 

［研 究 題 目］「海洋生態系の酸性化応答評価のための

微量連続炭酸系計測システムの開発」に

かかる、性能評価・微量計測システム開

発 

［研究代表者］佐藤 縁（省エネルギー研究部門） 

［研究担当者］佐藤 縁、嘉藤 徹（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、小型かつ省電力で、長期に安定的に微

量・連続試料のアルカリ度をフロー系で計測するシステ

ムを開発することを目的にしており、システムの目標性

能を達成するために、以下の開発項目について検討を行

っている。 

A）微量計測：微少電極の開発。マイクロチップポンプ

の導入。  

B）省電力・小型化： マイクロチップポンプの導入。

温度制御方式の検討。 

C）安定計測：電極の安定性を高める。ドリフト対策。

比色法の検討。  

D）実験室・実海域への適用：最適な電源ユニット、ブ

イシステム。  

E）標準海水の作製・維持：2次標準試料の作製・維

持。 

 今年度は、これらの開発項目に関連し、主にチーム代

表の東京大学大学院理学系研究科（茅根研究室）と一緒

に研究を進めた。A）と B）のポンプ部については小型

のピエゾポンプ長期的な試験を行ったところ、どうして

も連続運転に問題が生じることを突き止め、ポンプの選

定を再度進めた。C）については、ミリメートル系の分

析流路装置を用いて、小型化を計り、液混合のシステム

について詳細に検討を行った。D）についてはポンプ変

更に伴う系の消費電力の計算をし直し、系全体の見直し

を図った。E）の、2次標準試料の作製と維持について

は、H29年度に、米国 Scripps 海洋研究所の Dickson

教授を招へいし、実際に情報を交換しながら今後の進め

方と協力体制構築を図った。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］pH 測定、環境計測、電気化学分析、比

色測定、マイクロタス 

 

［研 究 題 目］自己組織化ナノ液晶高分子の精密構造評

価と二次電池電解質への応用 

［研究代表者］細野 英司（省エネルギー研究部門） 

［研究担当者］細野 英司、河島 明美 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

資源やエネルギーを有効に活用するため、あるいは環

境に問題の無い安全安心社会を作るため、必要なモノを

必要な量だけ選択的かつ効率的に輸送・分離する材料や

有害物質やウイルスなどを高度に除去する材料の開発が

期待されている。本研究では、規則的なソフトナノ空間

を有し、分子やイオンを高選択的に輸送・分離する革新

的素材の開発において、自己組織化ナノ液晶高分子の精

密構造評価と二次電池電解質への応用を行うことを目的

とする。 

液晶高分子のナノスケールあるいはサブナノスケール

における自己組織化プロセスによる規則的な孔の構造形

成・配向・界面機能を制御することにより、従来では不

可能であった高効率な輸送・分離を達成することを目標

としており、H29年度には、自己組織化ナノ液晶高分子

の構造評価とリチウムイオン二次電池の電解質への応用

について、液晶分子、リチウム塩およびカーボネート小
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分子から構成される3成分系の液晶電解質を開発するこ

とで、イオン伝導度の向上に成功し、電池特性の向上を

達成した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］リチウムイオン二次電池、電気化学、高

分子 

 

［研 究 題 目］自己組織化ナノ液晶高分子によるイオ

ン・分子の輸送・分離の計算機シミュレ

ーション（戦略的創造研究推進事業

（CREST）） 

［研究代表者］灘 浩樹（環境管理研究部門） 

［研究担当者］灘 浩樹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 資源やエネルギーを有効に活用するため、あるいは環

境に問題の無い安全安心社会を作るため、必要なモノを

必要な量だけ選択的かつ効率的に輸送・分離する材料や

有害物質などを高度に除去する材料の開発が期待されて

いる。本研究では、規則的なソフトナノ空間を有し、分

子やイオンを高選択的に輸送・分離する革新的素材を開

発するにあたり、計算科学シミュレーションにより貢献

することを目的とする。本研究では、規則的なナノ空間

を自発的に形成し、かつナノ空間の機能や構造を制御で

きる材料として開発される「自己組織化ナノ液晶高分

子」のシミュレーションを行い、材料の高機能化・高効

率化に活用する。液晶分子のナノスケールあるいはサブ

ナノスケールにおける自己組織化プロセスによる規則的

な孔の構造形成・配向・界面機能を制御することにより、

従来の膜材料では不可能であった効率的な輸送・分離を

達成することを目標とする。 

 本年度は、昨年度に引き続き膜チャネルおける水分子

やイオンの輸送挙動の第一原理計算法や分子動力学法な

ど計算科学手法によるシミュレーションを行い、幾つか

の異なる液晶高分子膜による NaCl イオン除去の実験結

果の理解をサポートする理論的知見を得た。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］水処理材料、分離・濃縮膜、液晶高分子、

自己組織化、シミュレーション 

 

［研 究 題 目］極薄強誘電体膜の形成と機能デバイスの 

開発 

［研究代表者］右田 真司（ナノエレクトロニクス研究

部門） 

［研究担当者］右田 真司、太田 裕之、黒澤 悦男 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、HfO2系強誘電体薄膜を用いた新機能デ

バイスの開発を目指して材料の性能制御技術の開発、メ

モリ特性の評価、そしてシミュレーションを用いたデバ

イス性能の予測を行っている。 

 HfO2系強誘電体は膜厚が10ナノメートルと非常に薄

く、かつ金属元素を微量に添加することで性能が調整で

きる。この特徴に着目し、LSI の製造技術として用いら

れているイオン注入法を利用した局所的な金属元素添加

手法を試みた。その結果、元素の添加量によって強誘電

特性を制御することに成功した。ごく微細な強誘電相領

域の生成など、超高集積なメモリの製造に貢献する技術

が開発できた。 

 HfO2系強誘電体は分極反転に必要な電界が非常に大

きいという特性を持つ。このことはメモリ状態の安定性

に有利である一方で、書き換え時に絶縁破壊を引き起こ

す危険にもつながる。膜厚や金属組成を変えた実験でこ

の特性の物理起源について調べ、分極反転領域がナノス

ケールに閉じ込められている可能性を明らかにした。 

 LSI の基本素子であるトランジスタを0.3 V 以下の低

電圧で動作させる研究が世界中で進められており、強誘

電体を用いた負性容量効果もその候補の一つとして注目

されている。我々は強誘電特性を表す非線形方程式を取

り扱うことが可能なシミュレーションを開発し、これに

時間項を取り入れた計算ルーチンも取り入れた。その結

果、従来の計算手法では異常解が現れていた動作状態に

おいても、連続的に正常な特性を得ることに成功した。

負性容量効果を始めとする多様な非線形現象を取り扱う

計算システムが構築されつつある。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］薄膜、強誘電体、トランジスタ、メモリ 

 

［研 究 題 目］カルコゲン超格子によるトポロジカル機

能発現とマルチフェロイック機能デバイ

スの創製 

［研究代表者］富永 淳二（ナノエレクトロニクス研究

部門） 

［研究担当者］富永 淳二、中野 隆志、 

コロボフ アレキサンダー、 

フォンス ポール、齊藤 雄太、 

牧野 孝太郎、浅沼 周太郎、 

浅井 美博、宮崎 剛英、中村 恒夫、

川畑 史郎、柏谷 聡、宮田 典幸、 

森田 行則、多田 哲也、飯田 仁志、

木下 基、島田 洋蔵、 

ミトロワノフ キリル 

（常勤職員19名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 GeTe/Sb2Te3超格子膜を組み込んだ微細メモリセル

（<100 nm）を試作し、超格子の縦方向抵抗変化とマ

ルチレベルスイッチングの可能性および素子温度上昇の

影響について調査した。 

 プラズモニクスデバイスではプロセスの再設計を行っ

た。 テラヘルツデバイスでは Sb2Te3等の単膜も含めて

テラヘルツ波透過特性、フェムト秒レーザー励起による
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テラヘルツ波発振特性の測定・評価を行い、各特性とバ

ンド構造やフェルミレベルとの関係性についての検討を

した。 

 理論においては、スピン軌道相互作用を取り込んだ第

一原理電気伝導計算から、超格子型相変化材料において、

電界駆動でのバイポーラモードによる抵抗スイッチが実

現可能であることを初めて示した。さらにデバイスとし

ては高抵抗である抵抗層の構造がディラック半金属状態

でもありうるというパラドックスを理論的に解明できた。

トポロジカル物質及び二次元原子層材料の光学応答理論

を構築し、二次元原子層材料における異常な電磁応答の

起源を明らかにし、ワイル半金属においてトポロジー性

に起因する異常な光学応答が出現することを明らかにし

た。 
［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］カルコゲン化合物、超格子、トポロジカ

ル絶縁体、マルチフェロイック素子、不

揮発メモリ 

 

［研 究 題 目］テラヘルツ検知用半導体ナノ素材・素子

の研究 

［研究代表者］前田 辰郎（ナノエレクトロニクス研究

部門） 

［研究担当者］前田 辰郎、高木 秀樹、倉島 優一、 

石井 裕之、久米 英司、服部 浩之、

Wen-Hsin Chang 

（常勤職員3名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 テラヘルツ（10の12乗ヘルツ、THz と表記する）の

周波数をもつ電磁波は、電波と光の中間的な性質を併せ

持つため、これを感受して映像化する装置を実現できれ

ば、例えば金属製所持品を、着衣等を透過して即座に識

別できるようになるなど、安全・安心の社会の実現を大

きく加速することができる。本研究開発は、テラヘルツ

電磁波を超高感度で検知する受信器を開発し、それをひ

とつの半導体チップ内に縦横に配列した撮像素子（イメ

ージセンサー）を実現することを目標としている。昨年

度までに、開発中の半導体を検波素子に用いて1 THz

の電磁波を検知できることを実証した。本年度は検波素

子の感度向上など、撮像素子の実現に必要となる要素技

術の高度化を進めた。 

 テラヘルツ波をとらえるアンテナとして、集積化可能

な高感度平面アンテナを提案、前年度までにシミュレー

ションで最適化を進めてきた構造を、本年度はガラス基

板上の製造するプロセスを開発して試作した。その結

果、無方向性アンテナに比べて約4倍の感度をもつこと

を実証した。アンテナで受信した電波の大きさに比例し

た電気信号を作り出す検波素子として、本研究で提案し

ているガラス基板上の高移動度トランジスタの性能検証

を進めた。計測システムが発生する電圧の不安定性を回

避するための配線上の工夫を試験素子に施すなどして測

定精度を向上させた結果、前年度に比べて感度を約100

倍向上できることがわかった。周波数1 THz でのこの

感度は世界最高水準であり、本研究の最終目標にほぼ匹

敵する。理論的な面からも研究を進め、検出信号が理論

的に予測されるものにほぼ一致することを確認するとと

もに、検波素子のさらなる高性能化に向けた設計指針を

得た。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造   

［キーワード］テラヘルツ検知、化合物半導体、トラン

ジスタ 

 

［研 究 題 目］長期保管メモリの材料設計および評価 

［研究代表者］内藤 泰久（ナノエレクトロニクス研究

部門） 

［研究担当者］内藤 泰久、秋永 広幸、島 久、 

柳 永勛、宮崎 剛英、西尾 憲吾、 

角谷 透（常勤職員6名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 デジタルデータを100年の長期にわたって保管する超

高信頼メモリシステムを開発する。100年のデータ保管

を保証できるように、データ解析手法、寿命予測の物理

モデルの確立、メモリデバイスの不良メカニズムの解

明、加速試験や劣化予知、エラー修復の手法等の開発を

行う。メモリデバイスとして動作原理の異なる3つの候

補（フラッシュメモリ、ReRAM、ナノピーポッドメモ

リ）を取り上げる。産総研ではそのうち、ReRAM、ナ

ノギャップメモリについて、長期保管に適した材料探

索、およびその評価を行う。その際、理論的な予測の元

に、実証実験を行うなど、理論と実験が相互に連携した

効率的な研究開発により、100年を超えた情報保持と集

積化素子に適応できる長期保管メモリ素子を実現するこ

とを目的とする。 

 本年度は、ReRAM の材料設計の取り組みとして、不

純物ドープによる酸素拡散抑制効果の第一原理シミュレ

ーションを引き続き行い、複数の温度領域で計算するこ

とで、室温付近での酸素拡散について見積もることに成

功した。次に、このドープ効果のデバイス実証のため、

数種類のドープ ReRAM を試作し、メモリ動作を確認

した。さらに微細構造における ReRAM 評価を目指し、

50 nm 以下のサイズで ReRAM 素子を作製できる試作

プラットフォームを実現した。ナノギャップメモリにつ

いて、昨年度メモリ動作および情報保持が600 ℃超え

ても可能で或る高信頼性を有するメモリであることを見

出したが、さらに今年度は、読み込み温度が500 ℃以

下で、どの温度で抵抗状態を計測してもその状態の抵抗

はほぼ一定の値であることを示した。本結果は、抵抗変

化の状態の抵抗が、温度依存性のないトンネル抵抗が支

配的であることを強く示唆している。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 
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［キーワード］不揮発性メモリ、ストレージ、長期保存

情報素子 

 

［研 究 題 目］待機電力ゼロ型フォトニックルータに向

けた集積チップ実装モジュールと制御シ

ステムの開発 

［研究代表者］池田 和浩（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］池田 和浩、河島 整、鈴木 恵治郎、

鴻池 遼太郎（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 異種材料集積による新規要素デバイスのシリコンチッ

プ上への一体集積、システム実装・モジュール化を担

う。そのために、産総研 SCR の300-mm プロセスを活

用したシリコン受動光回路の開発およびその高性能化、

異種材料の貼り合わせ工程に適合した構造の開発を行う

ことが第一の目的である。 

 平成29年度は、これまでに開発した設計ライブラリ

を活用して光スイッチやパラレル－シリアル変換回路な

どの比較的規模の大きい光回路の試作・評価に注力し

た。TE 用シリコン受動光部品を大規模集積に活用でき

ることを実証するために、8入力8出力の光スイッチを

試作した。チップと光ファイバの間の損失を除いたオン

チップ損失の平均値は2.5 dB であり、シリコンフォト

ニクスによる光スイッチとしては極めて小さな値となっ

た。これは、導波路損失や交差損失を大幅に低減したこ

とによる。また、最も多く他の経路と交差する経路にお

ける他経路からのクロストークを評価したところ、－

30 dB 以下となる帯域が110 nm と極めて広帯域な動作

を実現した。これは、交差の広帯域化とダブル MZI 構

成を採用したことによる。さらに、TE モードではシリ

コン光導波路への閉じ込めが強いため熱光学効果の効率

が向上し、従来の TM モードの光スイッチに比べて消

費電力を約1/3に低減できた。また、本研究のフォトニ

ックルータの多ビット光メモリにおいては、読み出した

ビットをシリアル信号に変換するパラレル－シリアル変

換器が必要であり、TE 設計光カプラを用いてパラレル

－シリアル変換器を設計・試作した。シンボルレート

10 Gbaud および40 Gbaud において所望のパラレル－

シリアル信号変換を実現した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］シリコンフォトニクス、異種材料集積、

大規模光回路 

 

［研 究 題 目］平面配位を有する物質の結晶構造解析及

びフォノンの研究 

［研究代表者］李 哲虎（省エネルギー研究部門） 

［研究担当者］李 哲虎、山本 淳、村田 正行、 

藤井 孝博（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

ラットリング原子とローンペアを持つ平面3配位およ

び擬平面5配位の熱電材料を対象として、熱伝導度と結

晶構造の相関関係を明らかにした。特にラットリング原

子及びローンペアの周囲の局所構造と熱伝導度の相関に

着目し、それらの材料の結晶構造と格子振動を調べた。

結晶構造は X 線回折と中性子散乱を相補的に用いて同

定した。フォノンは中性子非弾性散乱により測定し、非

調和振動している原子の同定など、格子振動のダイナミ

クスを明らかにした。平成29年度は特に Cu 原子が平面

3配位をとるテトラヘドライトの低熱伝導率の起源を解明する

ため、J-PARC にて中性子非弾性散乱実験などを行った。

その結果、Cu を取り囲む S3-三角形の面積が小さくなるほど、

非調和振動が大きくなることを発見した。これは大きなカゴが

なくともラットリング効果が現れるということを示すものであり、

熱電材料の新しい設計指針を与えるものである。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］熱電変換、ラットリング、平面配位 

 

［研 究 題 目］超伝導集積化プロセス 

［研究代表者］日高 睦夫（ナノエレクトロニクス研究

部門） 

［研究担当者］日高 睦夫、永沢 秀一、前澤 正明、

浮辺 雅宏、山森 弘毅、遠藤 和彦 

 猪股 邦宏、牧瀬 圭正、野田 周一 

 （常勤職員9名） 

［研 究 内 容］ 

目標および研究計画 

 超伝導材料、誘電体材料および作製プロセスの最適化

を超伝導共振器実験などの手法により研究し、超伝導共

振器および超伝導量子光学集積回路作製プロセスの開発

を行う。また、開発したプロセスを用いて理科大が設計

した超伝導量子光学デバイスの作製を行う。本プロセス

開発は東北大学と連携して行う。 

年度進捗状況 

 量子媒体である光子の寿命を保持するため、超伝導共

振器の品質を高めることは本量子情報処理回路の性能を

高めるために極めて重要である。超伝導体として Nb お

よび Al を用いた共振器を作製し、ベース温度10 mK の

極低温冷凍機で冷却した共振器の Quality factor Q を測

定した。Nb、Al 共振器とも105台の良好な Q が観測さ

れたが、量子情報処理で重要となる単一光子レベルで比

較すると、Nb 共振器の方が約1.5倍高い Q を有するこ

とがわかった。また、Nb 共振器の下地絶縁体材料依存

性を調べたところ、ノンドープ Si ウエハ、CVD 成膜

SiNx、スパッタ成膜 a-Si、熱酸化および CVD 成膜

SiO2の順に高い Q 値が得られることが分かった。さら

に超伝導膜加工時の反応性イオンエッチング（RIE）に

おいて、共振器特性が劣化する現象が観察され、低損傷

の中性ビームエッチング（NBE）法の検討が行われた 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造   

［キーワード］量子コンピュータ、ジョセフソン接合、
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超伝導集積回路プロセス、SFQ 回路、

中性ビームエッチング 

 

［研 究 題 目］高移動度超薄膜材料の創出と化学ポテン

シャル制御 

［研究代表者］片浦 弘道（ナノ材料研究部門） 

［研究担当者］片浦 弘道、田中 丈士、平野 篤、 

久保田 真理子、杉田 知子 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 IOT 技術の進展により、生活空間内に多くのセンサ

ーやタグが配置され、それらからの信号を受信し、活用

する技術開発が進められている。しかし、それら多数の

IOT センサー機器を駆動する電源確保が大きな課題に

なっている。CREST 事業では、これらの問題を解決す

るため、環境に存在する微小エネルギーを効率良く取り

出す事により、IOT 機器の電源として活用する技術開

発を行っている。本研究課題では、原子レベルで薄く高

移動度な導電性超薄膜の表面で電解液を流す事により、

電気エネルギーを取り出すという新奇の電解液発電デバ

イス開発を行っている。産総研が担当する課題は高移動

度の導電性薄膜の創製と、そのキャリア制御である。 

 様々な薄膜での発電試験により、効率よく発電を行う

ためには、金属型ではなく、高抵抗の半導体型カーボン

ナノチューブ（CNT）を用いた薄膜が好ましい事が明

らかとなった。そこで、直径が細く、バンドギャップが

大きな CNT を準備し、それを特殊なプロトコルで、高

純度半導体分離を行ったところ、従来よりも高い抵抗値

を示す薄膜を得ることに成功した。この薄膜で発電試験

を行ったところ、従来よりも一桁近く発電効率が向上し

た。さらなる効率向上には、移動度の向上が必要である。

そこで、CNT に欠陥を極力導入せずに孤立分散する技

術の開発を行った。特に、分散液中の溶存酸素の効果に

ついて調べ、溶存酸素を除去し、不活性な窒素に置換す

ることにより、超音波分散処理時の欠陥導入が大きく抑

えられることを明らかにした。また、材料の良否を評価

するため、ロボットアームとデータロガーによる、簡易

な性能試験システムを構築した。 

［領 域 名］材料・化学   

［キーワード］環境発電、超薄膜、カーボンナノチュー

ブ 

 

［研 究 題 目］新規メタン酸化反応用触媒の精密構造解

析 

［研究代表者］阪東 恭子（ナノ材料研究部門） 

［研究担当者］阪東 恭子、久保 利隆、小平 哲也 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 本年度は、東大・北九州市立大、首都大グループが開

発したシリカ担持サイト分離クラスター触媒のキャラク

タリゼーションを行うとともに、変調分光法を利用した

反応システムの構築と試験を行った。 

1）シリカ担持サイト分離クラスター触媒のキャラクタ

リゼーション 

 本年度購入した XRF により、NiPt(1:1)/SiO2触媒

（Ni 濃度が2.3×10-3 mmol/g-cat まで減少してしま

ったサンプルに関しても十分な精度で測定が可能であ

ることを確認した。また、合成した Cu-Pt/SiO2触媒

の構造について、高エネルギー加速器研究機構 放射

光科学研究施設において、各金属成分の XAFS（Cu 

K-edge XANES）測定を実施した。さらに、北九州

市立大チームの Pd/SiO2, Pd-Ru/SiO2触媒について、

X 線光電子分光（XPS）によるキャラクタリゼーショ

ンを行った。その結果、Pd 3d で比較すると、Pd-

Ru/SiO2触媒の方が、結合エネルギーが若干高エネル

ギー側にシフトしていることが分かった。 

2）変調分光法を利用した反応システムの構築 

 同システムを触媒等の解析に利用している、スペイ

ンの実験グループから得られた情報を参考に設計を行

ってシステムを構築した。それを用いて北九州市立大

グループが合成した Pd/SiO2, Pd-Ru/SiO2, Ru/SiO2に

ついて、反応条件下での in situ FTIR 測定を行った。

その結果 Ru を含む触媒上では Ru ニトロシル基によ

る1884 cm-1の吸収が観測された。更に、Pd-Ru の合

金触媒上では、2600 cm-1に新たな吸収が観測された。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］変調分光法、メタン選択酸化、触媒構造

解析 

 

［研 究 題 目］原子層ヘテロ構造完全制御成長と超低消

費電力・3次元集積デバイスの創出 

［研究代表者］入沢 寿史（ナノエレクトロニクス研究

部門） 

［研究担当者］入沢 寿史、岡田 直也、 

Wen-Hsin Chang、森 貴洋、 

服部 淳一、浅井 栄大、福田 浩一、

遠藤 和彦、安藤 淳 

（常勤職員9名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 近年、層状カルコゲナイドに代表される原子層半導体

材料が基礎・応用の両面から注目され、活発に研究が行

われてる。本研究では、原子層物質の横方向接合部に生

じる「1次元界面」を利用した超低消費電力・3次元積

層デバイスの実現に向けた学理と技術を構築する事を目

的としている。具体的には、1次元界面を工業展開可能

な手法で形成する気相成長技術の開発とデバイス要素技

術の開発、さらには関連する基礎物理の解明を共同研究

機関と連携を図りつつ実施する。  

 今年度は、工業展開を見据える上で必須であり、か

つ、3次元集積化にも好適な低温成膜を可能とするガス
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ソース気相成長の検討を開始し、2インチ酸化膜付き Si

基板上への均一な層状カルコゲナイドの成膜を確認した。

得られた膜の光学特性は、従来の固体原料気相成長で得

られた試料に匹敵するものであったが、電気的特性は小

さい結晶粒に起因して劣る結果となっており、今後、結

晶粒増大に向けた取り組みを進めていく。一方、デバイ

ス集積化に向けては位置制御した成膜技術が重要である

が、Si 微細構造を核とする位置、および成長方向制御

が固体原料を用いた気相成長において確認され、今後ガ

スソース成長への展開を進めていく。 

デバイス要素技術開発に関しては、高性能デバイス実

現に必須となる高品質ゲート絶縁膜形成技術、およびド

ーピング技術に関する検討を進め、ゲート絶縁膜に向け

ては原子層堆積法により成膜した ZrO2が界面特性、お

よび高誘電性の観点で有望であり、ドーピング技術に関

しては同じく原子層堆積法による Al2O3の成膜によって

高濃度の n 型ドーピングが可能である事が明らかとな

った。今後これらの要素技術を適用したデバイス開発を

進めていく。 

 

［研 究 題 目］トポロジカル量子計算に向けたデバイス

技術の開発 

［研究代表者］柏谷 聡（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］柏谷 聡、柏谷 裕美、青木 秀夫、 

石川 豊史、中川 久司、津村 公平、 

小柳 正男（常勤職員4名、他3名）  

［研 究 内 容］ 

 電子（粒子）と正孔（反粒子）の性質を兼ね備えた全

く新しい電子状態をもつマヨラナ粒子を使うことで、粒

子同士の交換順序を決めるだけで論理計算の行える「ト 

ポロジカルな量子コンピュータ」が作れると予言されて

いる。その実現に向けて、本研究では要素技術（マヨラ

ナ粒子の生成法・検出法・操作法）の確立と革新的素材

（最適トポロジカル超伝導体）の創製とに挑戦する。本

年度は磁性元素をドープしたトポロジカル絶縁体上にジ

ョセフソン接合を作成し、非自明なゼロバイアスコンダ

クタンスピークと4π 周期の AC ジョセフソン電流を観

測した。このデータがマヨラナの発生を示唆するかに関

して理論的考察を行い、マヨラナとは確定できないが、

少なくても近接効果による非従来型クーパー対の存在を

意味することを明らかにした。これにより、今後のトポ

ロジカル量子ビットの構築において、磁性ドープトポロ

ジカル絶縁体が極めて有望なプラットフォームになりう

ることを確認した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造   

［キーワード］トポロジカル量子現象、マヨラナフェル

ミオン、トポロジカル量子ビット 

 

［研 究 題 目］シリコン低遅延光ゲート集積化技術の研

究 

［研究代表者］山田 浩治（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］山田 浩治、岡野 誠、コン グアンウ

ェイ、前神 有里子、山本 宗継、 

井上 崇、大野 守史 

（常勤職員6名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、Gbps 級の高速動作とピコ秒の伝搬遅延

を両立する低遅延光ゲートの大規模集積を実現するため

に、シリコン低遅延光ゲート素子の最適構造や駆動方法

を検討するとともに、小型集積性、経済性、エネルギー

効率に優れるシリコンフォトニクス技術によりゲート素

子の製作を行い、その動作を確認する。さらに、高機能

な演算アーキテクチャを実現すべく、ゲート素子を短尺

配線で大規模に集積するためのデバイス構成を検討する

とともに、デバイス集積技術を開発し、実用展開性に富

む演算回路を製作する。 

 平成29年度は上記目標に向けた第一段階として、シ

リコン光導波路中に構築した PIN または PN 接合を利

用した高速、高効率位相シフタの設計の設計をおこない、

その製造技術を加工精度と量産性に優れ大規模な演算回

路集積が可能な300 mm ウエハシリコン CMOS デバイ

ス製造プロセスを用いて開発した。さらに、位相シフタ

デバイスとこれを用いた検証用簡易演算素子（MZI 干

渉計）を作成し、これらを評価と高速駆動技術を開発す

ることにより、開発した位相シフタの光ゲート素子への

適用性を確認した。また、当初計画では想定されなかっ

た成果として、Si 位相シフタの高度な演算機能への適

用として、光任意波形発生器やニューロモルフィック用

デバイスの提案を行った。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造   

［キーワード］光演算、光集積回路、シリコンフォトニ

クス、低遅延 

 

［研 究 題 目］単一光子スペクトル計測によるイメージ

ング技術開発 

［研究代表者］福田 大治（物理計測標準研究部門） 

［研究担当者］福田 大治、丹羽 一樹、服部 香里、

中川 久司、小林 稜、中田 直樹 

（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 単一光子スペクトル計測によるイメージング技術を実

現させるため、研究初年度である平成29年度は超伝導

転移端センサ（TES）による光子検出技術の更なる高

度化に向けた研究開発を進めた。可視域から近赤外領域

の波長域で高い光吸収特性をもつ光吸収構造をシミュレ

ーションにより設計し、そのプロトタイプを試作した。

さらに、超伝導光検出素子の検出効率を単一光子レベル

の微弱光で評価できる測定系の開発に取り組んだ。その

結果、波長400 nm から3オクターブに至る波長領域で

光を効率的に吸収させる構造を見出すことに成功した。
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単一光子検出器の検出効率の評価技術は、不確かさも含

めてその信頼性の担保が重要となる。そこで、レーザパ

ワーに関する国家標準とトレーサビリティの確立や国際

同等性確保に向けた国際比較参画への実験準備を進めた。

また、光 TES の超伝導特性や信号応答特性を評価する

ために、複素インピーダンス測定と理論モデルとの比較

による TES 動作パラメータ抽出技術の開発にも取り組

んだ。これにより、波長分解能や計数率特性、検出効率

など、光子検出に関連した理論的な予測が可能となる。

今後の TES の多素子化開発に向けては、これらの光子

検出の超伝導特性・検出器性能の評価技術により、素子

動作の最適化や効率的な制御を行うための重要な設計指

針が得られるものと期待できる。さらに、光 TES を共

焦点顕微鏡に搭載した新しい顕微鏡を設計し、単一光子

スペクトル計測技術に基づく蛍光標識細胞のイメージ像

取得に向けたシステムを構築した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］単一光子、分光、量子イメージング、検

出効率、超伝導センサ 
 

［研 究 題 目］低雑音・広帯域超伝導信号読出技術の開

発 

［研究代表者］山森 弘毅（ナノエレクトロニクス研究

部門） 

［研究担当者］山森 弘毅、神代 暁、平山 文紀 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 本課題では、マイクロ波多重読出しという手法を用い

て超伝導 TES 分光素子を100素子まで多素画素化し読

み出すことを計画している。この目的の実現に向け、読

出し回路の「高速化」・「低雑音化」・「均一化」の三

つの開発課題に取り組んでいる。まず、「高速化」につ

いては、マイクロ波超伝導量子干渉素子（ MW-

SQUID）の読出し回路を線形化するためのフラックス

ランプ変調について、その変調周波数と達成可能な

TES エネルギー分解能の相関について検討した。その

結果、変調周波数 f=480 kHz でも、色分離に必要なエ

ネルギー分解能0.22 eV を実現できることが数値計算に

より明らかとなった。「低雑音化」については、世界的

にもまだ試みられていない TES 入力コイルと SQUID

間の磁気的な結合の最適化について検討を行い、磁気的

な結合である相互インダクタンスを従来素子の6倍にま

で高めた素子を新たに設計・試作した。「均一化」につ

いては、読出し回路チップの共振器特性を均一化する取

り組みを行った。これまで、入力するマイクロ波のパワ

ーや素子作製プロセスによって、共振器の共振器深さ

（Q 値）が大きくばらついてしまうという問題があっ

たが、素子作製プロセスの見直しや、入力マイクロ波の

最適条件を探索したところ、105程度の Q 値を保ったま

ま10 dB 以内のばらつきとなる最適動作条件を見出し

た。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］超伝導転移端センサー（TES）、マイク

ロ波多重読出し、超伝導量子干渉素子

（SQUID） 

 

［研 究 題 目］レクチン工学を基盤としたエクソソーム

糖鎖解析技術の開発 

［研究代表者］平林 淳（創薬基盤研究部門） 

［研究担当者］舘野 浩章（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）戦略的創

造研究推進事業（CREST）の一環で、細胞外微粒子に

起因する生命現象の解明とその制御に向けた基盤技術の

創出を目指す研究プロジェクトが H29年度より開始さ

れ、本グループは糖鎖を基軸とするエクソソームの多様

性解析と生体応答・制御のための基盤研究を推進する秋

吉班（京大工）の一翼を担うべく、レクチン工学を基盤

としたエクソソーム表層糖鎖の解析にあたった。全体の

戦略目標、「細胞外微粒子により惹起される生体応答の

機序解明と制御」を果たすため、本年度はすでに当グル

ープで解析実績のある細胞種、ヒト iPS 細胞

（hiPSCs）に焦点を絞り、そこから調製される細胞外

微粒子の糖鎖構造を由来する親細胞の糖鎖構造と比較す

ることで、エクソソーム表層糖鎖の起源と同一であるか

否かを解析した。解析手法には、当グループが独自に開

発した高密度レクチンアレイを用い、hiPSCs 由来とそ

れ以外の細胞由来の細胞外微粒子の糖鎖プロファイルを

比較した。その結果、hiPSCs 由来のエクソソーム表層

糖鎖構造はそれ以外の細胞由来エクソソームの糖鎖プロ

ファイルは明確に異なっており、hiPSCs とそれに由来

するエクソソームの糖鎖プロファイルは近似していた。

また、未分化細胞由来エクソソームは、親細胞である未

分化細胞と同様、Tra-1-60や SSEA4、R-10G といった

抗体と反応したが、その程度はレクチンプローブである

rBC2LCN と比べると弱く、rBC2LCN がエクソソーム

上に発現された糖鎖エピトープを鋭敏に検出可能である

ことが示された。さらに、細胞外へと分泌されるエクソ

ソームの特性と表面に提示される Tim4分子を標的とす

るレクチン（rBC2LCN）サンドイッチアッセイ法を開

発した。本手法によれば iPSCs に由来する細胞外微粒

子を特異的、かつ高感度に検出することができ、エクソ

ソームの多様性の解析と生体内における様々な応答・制

御のための基盤研究の推進につながることが期待される。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］細胞外微粒子、エクソソーム、糖鎖プロ

ファイリング、レクチンアレイ、未分化

性、細胞表層、サンドイッチアッセイ 

 

［研 究 題 目］ダイヤモンド素子化技術 
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［研究代表者］加藤 宙光（先進パワーエレクトロニク

ス研究センター） 

［研究担当者］加藤 宙光、牧野 俊晴、小倉 政彦 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 モノのインターネットによるビッグデータ社会に向け、

情報通信は飛躍的な量的進化を要求される一方で、マイ

ナンバーやゲノム情報などの個人情報、スマートグリッ

ドなどのエネルギー情報、電子決済や電子投票などの秘

匿情報を安全に配信し、超スマート社会をサイバーテロ

から守るため量子暗号通信ネットワークの実現が急務で

ある。本プロジェクトでは、従来の100 km 以下の第一

世代量子通信を1000 km 級の第三世代量子通信に拡張

するため、量子中継システム機能の創成を目的とする。

具体的には、ダイヤモンド中の窒素空孔（NV）中心を

用い、光子から核子へのアダプティブな伝令付き量子テ

レポーテーション転写、電子と核子の万能な幾何学的量

子もつれゲート、光子と電子の自発的な幾何学的量子も

つれ発光、核子間の完全な幾何学的量子もつれ測定、ダ

イヤモンド光共振器による光子場の制御などの要素技術

開発により、集積化・高速化可能な決定論的量子もつれ

中継のシステム機能の実証である。 

 ダイヤモンド NV 中心の空孔に局在する電子を量子

制御素子、窒素核子を読み出し素子、同位体炭素の核子

を量子メモリー素子として用いるが、その量子情報の入

出力制御には光を用いる。一方、ダイヤモンドは高い屈

折率2.42を有するため、臨界角（光取り出し効率）が極

めて小さいことが課題である。そのため、ダイヤモンド

表面へレンズ構造や光共振器構造などの微細加工を施し、

量子デバイスとしての機能を最大限に引き出す構造を探

索する必要がある。本年度は、Ga イオンを用いたフォ

ーカスイオンビーム（FIB）法により、ダイヤモンド表

面上へ半球形状のソリッドイマルジョンレンズ構造を試

作した。FIB 加工中のチャージアップによる半球構造

の歪みや軸ズレを補正するため、ビーム条件の最適化や

プロセス段数の多段化を行った。また、FIB 加工直後、

ダイヤモンド表面がグラファイト化、表層部にダメージ

層の形成、Ga イオンの残留などが明らかとなり、これ

らの除去方法が今後の課題となる。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］ダイヤモンド、窒素－空孔複合欠陥、量

子中継器、デバイス化技術 

 

［研 究 題 目］界面熱抵抗計測技術の開発と固液界面に

おける熱的接合の解明 

［研究代表者］八木 貴志（物質計測標準研究部門） 

［研究担当者］八木 貴志、山下 雄一郎、新田 詠子 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 固体や分子層と液体との界面熱抵抗の定量的かつ精密

な計測を実現するために、新しい界面熱抵抗計測技術の

開発に着手した。本技術は、100 MHz クラスの高速周

期変調を加えたパルスレーザ光を試料に照射することで、

周期加熱成分による試料内部への熱拡散長を100 nm 前

後に制限した上で、パルス光加熱によるピコ秒オーダー

の熱拡散現象を時間分解サーモリフレクタンス法

（TDTR）により測定する。従来技術に比べて、特に界

面近傍の熱移動をハイライトすることができ、10-9 

m2K/W（石英ガラス1 nm 厚相当の熱抵抗）オーダーの

界面熱抵抗に対する感度の大幅な向上が見込まれる。ボ

ルツマン輸送熱伝導計算システムの構築も進めており、

実験的に得られた TDTR 信号を基に ZnO 結晶のフォノ

ン熱伝導スペクトルの計算に成功した。これらの新規計

測技術と実証計算技術の開発を基に、次年度以降に固液

界面における熱的接合の解明に向けた研究に取り組む。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］界面熱抵抗、計測技術、フォノン熱伝導 

 

［研 究 題 目］珪素系ナノ空間材料に内包された水の吸

着・移動の熱制御 

［研究代表者］遠藤 明（化学プロセス研究部門） 

［研究担当者］遠藤 明、稲田 孝明（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、ナノ空間材料に内包された水がバルクと

は異なる相、運動特性を示すことを利用し、空気中の湿

分制御を高効率に行う技術の確立を目標としている。ナ

ノ空間材料を用いた新しい調湿技術の確立のために、特

に珪素系ナノ空間材料に注目して、材料合成技術、機能

化技術、およびそれらへの水蒸気吸着特性を精密に評

価・解析する手法の開発を実施する。珪素系材料として

は、メソポーラスシリカやゼオライトを中心に、構造規

則性の高い材料を対象とする。水蒸気吸着特性評価につ

いては、研究チーム（他機関）で合成される炭素系や金

属有機構造体も対象とし、移動現象検討やデバイス化す

るために必要となる基礎データを提供する。 

 平成29年度はメソポーラスシリカ系材料の精密合成

に着手し、窒素吸着特性、水蒸気吸着特性の評価、特に

極低相対圧からの精密測定のための条件検討を開始した。 

また、水蒸気吸着等温線の高精度測定のための手法の検

討を開始し、特に広い温度範囲（室温～100 ℃程度）

での高精度測定を可能とする装置仕様の設計を行った。

特に、圧力計の選定や基準容積部の容積、温度管理等に

ついて検討し、常温〜高温まで精密に水蒸気吸着等温線

を測定するための装置の基本設計を完了した。 

［領 域 名］材料・化学、エネルギー・環境 

［キーワード］ナノ細孔、吸着、水蒸気、熱制御 

 

［研 究 題 目］相界面の動的構造観察のための波長分散

型表面 X 線回折計の開発と応用 

［研究代表者］白澤 徹郎（物質計測標準研究部門） 
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［研究担当者］白澤 徹郎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 埋もれた相界面における動的構造変化を時分割追跡す

るための新しい表面 X 線回折計を開発し、エネルギー

高効率利用に資する相界面現象の観察に適用して、相界

面現象の解明や新材料開発に貢献することが本研究のね

らいである。本研究では従来の単色化した平行 X 線で

はなく、波長分散した集束 X 線を用いる方法を開発

し、これにより従来法よりも100倍以上の高速化を達成

しており、燃料電池などの相界面のその場追跡への応用

を進めている。本年度は、昨年度に引き続いてメタノー

ル電気酸化分解中の電極表面の構造変化のその場追跡実

験を行い、成果をとりまとめて誌上発表するとともにプ

レスリリースを行い、5件のメディアに掲載された。ま

た、全固体リチウムイオン電池の充放電における正極界

面構造変化のオペランド追跡を目標として、正極材料

LiNi0.5Mn1.5O4結晶性薄膜界面構造の静的な表面 X 線散

乱データの解析を行い、最新のモデルフリー構造解析法

を用いることで、原子レベルの界面構造決定に成功した。

また、オペランド観察用の試料構造として、大気輸送用

保護膜を付けた薄膜電池構造の大気中での動作確認を完

了した。さらに、固相界面の動的構造変化追跡のデモン

ストレーション実験として、トポロジカル絶縁体薄膜成

長時における表面 X 線散乱プロファイル変化の追跡を

行い、固相界面の原子レベル構造解析が可能であること

を確認した。  

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］X 線回折、電気化学界面、白金電極、燃

料電池、全固体電池 

 

［研 究 題 目］超高感度・非破壊1細胞グライコーム解

析技術の開発 

［研究代表者］舘野 浩章（創薬基盤研究部門） 

［研究担当者］舘野 浩章（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、組み換えレクチンライブラリーを用いて

少数細胞のグライコームを生きたまま、超高感度に解析

することが可能な、新しいコンセプトに基づくグライコ

ーム解析技術を開発する。本技術により、誰もが簡単に

細胞や組織など様々な生体試料のグライコームを解析で

きるようになることから、糖鎖を標的とした診断薬、創

薬、細胞や抗体の品質管理技術の開発など多方面におけ

る糖鎖利用の促進が期待できる。これまでに各種組換え

レクチンを用いて解析プロトコールの構築を行い、特許

出願のための実施例取得を行った。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］糖鎖、細胞、レクチン 

 

［研 究 題 目］伝導性ポリマーによる熱充電可能な電気

化学セルの創成 

［研究代表者］衛 慶碩（ナノ材料研究部門） 

［研究担当者］衛 慶碩（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

In the past half a year, we focused on two topics. The 

first one is improving the surface area of the polymer 

electrode for thermoelectrochemical applications. 

With a temperature difference between two polymer 

electrode, a high power density expected. The second 

one is designing and fabricating electrochemical cells 

which employ two redox couples with positive and 

negative reaction entropy. This cell will show charge 

and discharge properties during the heating/cooling 

circles. No temperature difference between two 

electrodes need. From the proposal, we started from 

one redox reaction Fe(CN)63−/Fe(CN)64−. We have 

prepared porous poly (3,4-ethylene 

dioxythiophene)/poly (4-styrene sulfonate) 

(PEDOT/PSS) using freeze drying. The porous 

PEDOT/PSS electrode shows a lower charge transfer 

resistance compared with Pt electrode. As a result, 

the thermoelectrochemical cells achieved a power 

density higher than 10 �W/cm2 with a temperature 

difference of 15K. To fabricate the thermally 

rechargeable electrochemical cells. We firstly started 

from two redox reactions KFeIIFeIII(CN)6/ 

KFeIIFeIII (CN)6 and Fe(CN)63−/Fe(CN)64−. The 

two redox reactions are separated using k+ selectivity 

member. When we applied a temperature wave to 

heating and cooling the cells (heating at 60 degrees 

for 60 min and cooling at 5 degrees for 60 min), wave-

like power output is observed. A peak power density 

of 4 �W/cm2 achieved. The test was carried out for 

more than eight circles, and no significant 

degeneration observed. This result suggested the 

success to fabricate electrochemical cells which shows 

the charge/discharge properties during the 

temperature change. 

［領 域 名］材料・化学   

［キーワード］電気化学、熱電、有機半導体、ドーピン

グ、移動度 

 

［研 究 題 目］広帯域スクイーズド光源による低侵襲深

部多光子分光 

［研究代表者］衞藤 雄二郎（物理計測標準研究部門） 

［研究担当者］衞藤 雄二郎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 量子光源を用いて生命科学領域に応用可能な量子イメ

ージング技術を実現し、既存のイメージング性能限界を

打破することが本研究の目的である。 

 本研究ではイメージングに適用可能な実用的な量子光
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源技術の確立のために、パルス光源と周期分極反転光導

波路デバイスを利用したスクイーズド光源の開発を進め

ている。生体イメージングにスクイーズド光を用いるた

めには、信号対雑音比を稼ぐために光源の高強度化が必

須の課題である。パルス光源の高いピーク強度と光導波

路の光閉じ込め効果によって、高い光密度を達成し、高

強度なスクイーズド光の実現を目指す。また、光導波路

バイアスは、光共振器を用いるスクイーズド光源と比べ、

コンパクトで頑強であるという実用上の利点も有してい

る。 

 本年度は、スクイーズド光の高強度化に向けて、高強

度の光領域での非線型光学過程、特に2次高調波発生に

関する研究を進めた。100ワット以上の高いピーク強度

の入射に対して、変換効率の低下や高調波の波形の変形

が観測された。結合波動方程式を用いた数値計算から、

これらの効果が光導波路の周期分極反転構造により引き

起こされるカスケード効果に由来することが明らかにな

った。この結果は、デバイス長の最適化により、より効

率的な高調波発生が実現できることを示唆している。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］スクイーズド光、量子イメージング、非

線型光学、擬似位相整合、光パルス、光

導波路 

 

［研 究 題 目］量子プロセッサーの大規模化へ向けた量

子インターコネクションの基盤技術の創

成 

［研究代表者］猪股 邦宏（ナノエレクトロニクス研究

部門） 

［研究担当者］猪股 邦宏（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、複数の小規模量子ビットチップ同士を量

子的に接続することが可能な量子インターコネクション

の基盤技術を創成することにより、この技術をベースと

した組み合わせ型アーキテクチャによって、万能型（ゲ

ート型）超伝導量子コンピュータの実現に必須となる量

子プロセッサーの大規模化にアプローチすることを目的

に、JST さきがけ研究に採択され平成29年10月よりス

タートした研究事業である。今年度は、研究を遂行する

にあたり、実験環境設備の整備を主に行った。具体的に

は、デバイス評価用の希釈冷凍機システムの立ち上げと、

測定に必要な20本のマイクロ波入力ポート、極低温動

作可能な HEMT 増幅器、マイクロ波アイソレータを含

む4本の出力ポートの導入を行った。さらに、室温測定

システムとして、本研究において重要となるマイクロ波

パルスシーケンサーの導入と立ち上げを行い、システム

の校正と動作確認を行った。また、本研究においてキー

デバイスとなる超伝導磁束型量子ビットの寿命改善に取

り組み、デバイス回路の最適化やプロセスの最適化に取

り組んだ。その結果、超伝導磁束型量子ビットの寿命が

従来のデバイスと比較して一桁近く改善させることに成

功した。一方、この寿命の改善は、マイクロ波共振器－

磁束型量子ビット間の結合構造デザインにおいて、磁束

型量子ビットとグラウンドプレーン間をシャントするキ

ャパシタンスの効果であることが否定できない。そのた

め、デバイスの再設計と評価を引き続き行う予定である。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］超伝導磁束型量子ビット、マイクロ波共

振器、マイクロ波単一光子 

 

［研 究 題 目］次世代メディアコンテンツ生態系技術に

関する研究開発と全体統括 

［研究代表者］後藤 真孝（情報技術研究部門） 

［研究担当者］後藤 真孝、濱崎 雅弘、中野 倫靖、

深山 覚、加藤 淳、佃 洸摂、 

尾形 正泰、小山 裕己 

（常勤職員8名、他8名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、「大規模音楽分析合成技術」および「相互

効果のある鑑賞・創作・協創支援技術」の二つの基盤技

術を構築し、それを応用した「音楽コンテンツ生態系の

サービスプラットフォーム」を実現することで、次世代

のメディアコンテンツ産業の発展に貢献することを目指

している。そのために、好みの音楽を能動的に楽しむこ

とができる鑑賞支援技術や、好みに合った音楽コンテン

ツを生み出せる創作支援技術等を実現し、大規模なメデ

ィアコンテンツから価値を創出するためのプラットフォ

ームを構築する。 

 平成29年度は、「大規模音楽分析合成技術」に関して

は、音楽音響信号中に含まれる歌声の F0軌跡を自動推

定し、調やリズムを考慮しながら音符系列を精度よく推

定する技術を開発した。「相互効果のある鑑賞・創作・

協創支援技術」に関しては、能動的音楽鑑賞インタフェ

ースや音楽推薦インタフェース、作曲支援インタフェー

ス等を開発した。さらに、「音楽コンテンツ生態系のサ

ービスプラットフォーム」に関しては、音楽の再生にイ

ンターネット経由で同期して多様な機器を制御すること

で一体感のある演出ができる大規模音楽連動制御プラッ

トフォーム「Songle Sync」を開発してプレス発表をし、

一般公開を開始した。その実証実験として、ライブステ

ージの音楽に同期して、来場者のスマートフォンの画面

の CG 映像が一斉に変わる演出に成功した。その後に開

催されたライブコンサートでも、開演前の待機中に同様

の演出を実施した。ほかにも、実証実験のための一般公

開をしながら研究開発を進めている鑑賞支援サービス

「Songle」「Songrium」「Lyric Jumper」と創作支援サ

ービス「TextAlive」等を運用・拡張した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］音楽情報処理、音響信号理解、メディア

コンテンツ生態系、音楽インタフェース 
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［研 究 題 目］光レーダー用シリコンフォトニクス基板

開発 

［研究代表者］岡野 誠（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］岡野 誠、山田 浩治、山本 宗継、 

Cong Guangwei、前神 有里子、 

高 磊、大野 守史 

（常勤職員6名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 スローライトを発現するフォトニック結晶導波路と、

その伝搬光を外部に放出させるための周期構造を組み合

わせることで、モーター等の機械部品を用いることなく、

非機械式・小型・高分解能の光ビーム偏向を実現するこ

とが可能である。本研究では、この非機械式・小型・高

分解能の光ビーム偏向を基盤技術とする光レーダーの実

現とその社会実装を目標に、研究開発を進めている。 

 平成29年度は、第一に、産総研西事業所スーパーク

リーンルーム300 mm 試作ラインを用いて、光レーダー

用シリコンフォトニクス基板の重要な構成要素であるシ

リコン細線導波路、フォトニック結晶導波路の作製を行

い、その基礎特性を評価した。第二に、産総研スーパー

クリーンルームを用いて、実際に光レーダー用シリコン

フォトニクス基板を作製するための、プロセスフローの

検討を行い、横浜国立大学馬場研究室と密接に連携して、

産総研スーパークリーンルームでの試作に適した光レー

ダー用シリコンフォトニクス基板の設計及びその設計に

基づくフォトマスクセットの作製を行った。平成30年

度は、本フォトマスクを用いて、光レーダー用シリコン

フォトニクス基板の作製に必要となる各種プロセス開発

及び光学評価用デバイス試作を行う予定である。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］LiDAR、シリコンフォトニクス、フォ

トニック結晶 

 

［研 究 題 目］火山ガス組成および火山灰モニタリング

技術の開発（科学技術振興機構 戦略的

イノベーション創造プログラム【SIP】
レジリエントな防災・減災機能の強

化） 

［研究代表者］篠原 宏志（活断層・火山研究部門） 

［研究担当者］篠原 宏志、伊藤 順一、下司 信夫、

古川 竜太、風早 竜之介、 

森田 雅明、松本 恵子 

（常勤職員7名） 

［研 究 内 容］ 

 火山ガス組成のリアルタイムモニタリングの実現を目

指し、連続観測装置の高度化および無人機設置型火山ガ

ス組成測定装置プロトタイプを作成し、評価することを

目標とする。火山灰のモニタリング技術の高度化のため

に、エネルギー分散型エックス線分析装置を導入し、実

際の火山灰粒子を用いた解析を行い、火山灰中における

マグマ粒子の識別方法について標準化を行うことを目標

とする。 

 火山ガスの多成分組成測定装置（高機能型）を桜島お

よび霧島新燃岳に設置し、火山ガスの主要5成分（CO2、

H2O、SO2、H2S、H2）の測定を実施し、データの随時

送信・自動解析による結果の web 表示を実現した。火

口遠方における観測に対応するために低濃度域における

SO2、H2S 変化定量化のための改良を実施した。無人機

設置型としても使用可能な簡易型測定装置を霧島硫黄山

に設置し、主要3成分（CO2、SO2、H2S）の観測を実

施し、データの随時送信・自動解析による結果の web

表示を実現した。簡易型に使用した小型の NDIR によ

る CO2計の長期安定性の評価を行った。 

 防災科学技術研究所と共同で昨年度開発した火山灰粒

子のリアルタイム観測装置装置のプロトタイプを霧島新

燃岳山麓に設置し、運用試験を行った。平成29年10月

及び平成30年3月に発生した新燃岳噴火では観測地点に

荒廃した火山灰粒子の観測に成功した。また、新燃岳や

草津白根山平成30年1月噴火の噴出物などの化学組成マ

ッピングを行い、噴火メカニズムを反映した火山灰の特

徴を抽出した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］火山、噴火、火山ガス、火山灰、モニタ

リング 

 

［研 究 題 目］上流インベントリデータベースの開発 

［研究代表者］田原 聖隆（安全科学研究部門） 

［研究担当者］田原 聖隆、藤井 千陽、横田 真輝 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、LCA 用の評価インフラを駆使した科学

的なアプローチから製品ごとに主要な環境影響を明らか

にするホットスポット分析のための評価基盤を構築し、

グリーン調達推進に向け社会実装の可能性について環境

ラベルのプログラムホルダーと連携して検討することを

目的とした。我々の課題では LCA 用のインフラに当た

るインベントリデータベースのうち上流側のデータベー

ス開発を行った。最終年度の平成29年度は、環境影響

評価領域のうち富栄養化の充足度の確認を行った。また

平成28年度までに拡充した PRTR 対象物質のうち、平

成28年度に実施したスチレンと銅水溶性塩（錯塩を除

く）と同様の見直しを一部の物質で実施した。見直しに

よって事業所が出荷している製品のうち適切な品目に対

象物質の排出量を配分した。対象物質は、環境影響領域

のうちオゾン層破壊に関係するフロン類、ハロン類の

18物質と、人間毒性および生態毒性に関係する PRTR

対象物質「ニッケル」、「ニッケル化合物」および「亜

鉛」とし、計21物質の排出量見直しを実施した。加え

て、平成23年（2011）年産業連関表分類のうち IDEA 

（Inventory Database for Environmental Analysis）
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では対象外であるサービス業の直接環境負荷量の算出を

行った。サービス業のエネルギー燃焼由来の環境負荷量

は、産業連関表の物量表を用いていて各サービス業にお

ける投入エネルギー量を算出し、燃焼に由来する基本フ

ロー出力を追加した。また、IDEA データベースに各影

響領域に対する環境負荷物質を拡充したことによる充足

度の確認を行った。欧州で最も利用されている

ecoinvent における影響領域特性化結果に対して、

IDEA でも考慮している基本フロー物質が占める割合を

確認した。これによりプロセスの範囲が異なる場合でも、

環境影響領域の評価に対して考慮している物質の割合を

把握することにより、充足度を確認できると考えた。

IDEA と ecoinvent の玄米のデータを比較した結果、充

足度は十分であることを確認することができた。 

［領 域 名］エネルギー・環境  

［キーワード］インベントリデータ、データベース、 

ホットスポット分析、環境ラベル 

 

［研 究 題 目］多世代視覚障害者移動支援システムにお

けるクラウド・ナビ・訓練システムの社

会実装 

［研究代表者］関 喜一（人間情報研究部門） 

［研究担当者］関 喜一、蔵田 武志、興梠 正克、 

一刈 良介（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本プロジェクトでは、多世代の視覚障害者が協働で相

互に移動支援を行う新しいタイプの移動支援社会システ

ムの実現を目指す。具体的には、視覚障害者が携帯する

汎用携帯型端末が、歩行時における移動アクセシビリテ

ィ情報を自動で収集し、クラウドを介して情報共有でき

るナビゲーションシステムを開発する。これにより、従

来は地域のボランティアによって収集されていたバリア

フリー情報がビッグデータとして構築され、リアルタイ

ムで配信されるようになる。また、地域での実証を通じ

て、多世代の視覚障害者の移動支援を核とした地域コミ

ュニティ・デザイン手法を確立し、法制化・標準化等の

社会制度化に取り組む。 

 平成29年度は、本研究開発の第4年度目最終年度であ

り、平成28年度までの成果をもとに、ナビゲーション

システムの要素技術の実証、及び地域コミュニティ活動

に重点をおいた。その成果は、以下のとおりである。 

 1）ユーザインタフェース研究として、骨導ヘッドホ

ンを使用した3次元音響を用い、対象物を直感的に理解

できるような音像の提示方法を調べた。視覚障害者の被

験者（全盲6名、ロービジョン6名）に心理物理実験を

行なった結果、看板のような歩行時の障害物は、物体を

叩く音（打音）が好まれることがわかり、また空間的表

現については、物体の輪郭線を音で提示するものが一番

パフォーマンスが高く、また物体の頂点（四隅）の位置

のみ提示するものが一番心理的負担が少ないことがわか

った。この知見は3次元音響を使ったユーザインタフェ

ースの設計指針として重要であり、ユーザが必要に応じ

て輪郭線提示と頂点提示を選択できるようにしておくこ

とが望ましいことを示していた。 

2）平成26年度から継続してジェスチャ入力の国際標

準化の動向を調査した。その結果、現在 ISO/IEC JTC 

1/SC 35で標準化が進んでいる案件が本プロジェクトに

制約を与えるような提案はないことを再度確認した。 

3）マッピングパーティを2回開催した。場所は神戸

市内の商店街を利用した。実際に街中を調査して歩き、

OSM（OpenStreetMap）にアクセシビリティ情報を記

録する作業を行った。参加した若い世代からは、視覚障

害者が日常の移動でどのような情報を必要としているか

気付かされたとの結果を得ることができ、マッピングパ

ーティが、視覚障害者の支援を核とした地域コミュニテ

ィの経済に効果があることを確認した。 

4）屋内におけるナビゲーションの実証実験を行った。

視覚障害者ナビアプリとして NavCog（IBM、清水建設、

CMU が開発を進めている HULOP（Human-scale 

Localization Platform）に含まれる視覚障害者向けナ

ビアプリ）を採用した。ナビコンテンツとしての歩行空

間ネットワークデータについては、まず、現地でのパノ

ラマ画像撮影とリアルマッピング作業、及び得られたパ

ノラマ画像を用いたバーチャルマッピング作業にて

POI/POR 情報を収集、修正した。得られた POI/POR

情報に基づいて、歩行空間ネットワーク登録ツールで歩

行空間ネットワークを編集、加工して、NavCog 用の歩

行空間ネットワークデータベースに登録した。 

場所は神戸市内の商店街の生協の建物を使用した。視

覚障害者4名（全盲2名、弱視2名）を被験者とした。被

験者は、まず、触地図を用いた口頭説明によりルートを

予習すると共に NavCog の使用方法の予習も行った。

その後、店舗入り口から約20 m 離れた屋外に誘導され

た後、NavCog による音声ガイドに基づく単独歩行を開

始した。体験者は、以下に関する音声案内を受け、それ

に沿って行動した。 

被験者は、NavCog での音声案内を10分から20分程

度体験した後、インタビューを受けてイベント参加を終

了した。合計約1時間程度のイベント参加であった。 

実験の結果、バーチャルマッピングアプリと、

Mapillary、OSM、NavCog の連携の実現可能性がある

ことや、NavCog のようなナビアプリでのサービス提供

が上記のインタビュー結果のように有効であることなど

を確認することができた。 

5）屋外におけるナビゲーションの実証実験を行った。

場所は神戸市内の商店街を使用した。13名の視覚障害

当事者が参加し、内訳は全盲者が6名で重度弱視者が7

名であった。システムの実証実験が終了した後、参加者

全員に対して個別にアンケート調査を行った。その結果、

全盲の人には役に立つという回答が多かった。一方で、
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弱視の人には、役に立つという回答とあまり役に立たな

いという回答がともに見られた。また全体的に見ると、

全盲の人からは、役に立つという回答が多く見られたが、

弱視の人からは、システムの欠点を指摘する回答が多く

見られた。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］視覚障害、ナビゲーション、クラウド、

情報アクセシビリティ、多世代共創、地

域コミュニティ 

 

［研 究 題 目］B.訓練雛形改良とマニュアル改訂 

C.HP メンテナンスと広報活動 

［研究代表者］依田 育士（人間情報研究部門） 

［研究担当者］依田 育士、大西 正輝（人工知能研究

センター）（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

減災につながる地域における自立した災害医療救護訓

練を普及するプロジェクトとして10月より開始した。

H29年度は市区町村が運営する緊急医療救護所に関し、

新宿区は4箇所の緊急医療救護所において周辺住民が参

加する訓練を実施した。そして、これらの訓練を情報工

学、建築学、社会学の研究者らが視察し、実際の状況を

確認するとともに、現場からの意見収集を実施した。 

同時に災害関連病院に関しては、八王子市の災害拠点

中核病院である東京医科大学八王子医療センター、中野

市の災害拠点病院である北信総合病院等で、実際に開発

した訓練素材集を利用した訓練が実施された。そして、

訓練実施後、書面と電話インタビューにおいて訓練の実

施状況と、訓練素材集の長所や改善点、新しい利用方法

等の詳細な調査を実施した。 

そして、これら実現場での利用と意見収集を踏まえ、

開発してきた医療救護訓練ツールの細かな修正を行うと

ともに、HP での見せ方に関しては大幅に改良を施した。 

また、訓練素材集の直接的な一次利用者となる市町村

（千葉県、埼玉県）、災害拠点病院（東京都、千葉県、

埼玉県）、地域医師会（千葉県、埼玉県）に、訓練素材

集の HP 情報やサンプルの直接送付を実施した。 

さらに、一般市民向けの災害医療教育の普及を目的に、

研究成果の1つである「災害医療クエスト」を、北信総

合病院の病院祭、万松寺の東日本大震災追悼法要等に出

展した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］救急医学、医療救護訓練、動線解析、会

話分析、シミュレーション教育 

 

［研 究 題 目］交通・群集シミュレーションとハザー

ド・リスク評価 

［研究代表者］山下 倫央（人工知能研究センター） 

［研究担当者］山下 倫央、野田 五十樹 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本プロジェクトでは、災害時に大群集等による大混乱

が予想される巨大都市の大規模ターミナル駅エリアを対

象に、エリア特性と被害レベルに応じた震災・水害を想

定した事前の対応行動計画と行動ルールを策定し、災害

関連情報を入手した際、適切な対応行動を可能とする支

援アプリを開発する。このため、災害関連情報に対する

最適な対応行動の実現を支援するアプリケーションと、

それをサポートする予測・予防のためのシステムとアプ

リケーション群である（1）エリア災害対応支援アプリ

ケーション、（2）エリア特性に応じた複合災害の予測

技術、および、（3）エリア災害予防のためのアプリケ

ーション、の3つの研究開発を推進する。 

 平成28年度は、千住エリアにおける避難を行い、約7

万人の地域住民の避難について、二段階避難の効果につ

いての検証をさらに進め、結果を論文として投稿・公開

した。これに加えて、新宿西口地区を対象とする避難の

シミュレーションを開始する準備を進めた。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］避難シミュレーション、歩行者シミュレ

ータ、災害避難、避難誘導、二段階避難 

 

［研 究 題 目］中性子フラットパネルディテクタの研究

開発 

［研究代表者］藤原 健（分析計測標準研究部門） 

［研究担当者］藤原 健（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、中性子ディジタルラジオグラフィの高度

化と中性子3D CT を小型中性子源にて可能にするため

に、大面積中性子フラットパネルディテクタ（nFPD）

の開発に取り組んでいる。 

 中性子ラジオグラフィは X 線ラジオグラフィと類似

した放射線透過検査法であり、透過特性の違いにより X

線ラジオグラフィと相補的な情報が得られる。中性子ラ

ジオグラフィは数ある中性子利用法の中でも、最も広く

実用的に利用されている手法であり、今後全国的に広ま

りつつある小型中性子源での産業利用が特に期待される

手法である。利用されている分野としては近年利用が急

増している燃料電池内部の可視化や、原子炉燃料の健全

性評価、宇宙ロケット部品の全数検査、エンジンノズル

等の試験検査、航空機エンジンを始めとする各種タービ

ンブレードの検査、内燃機関内の燃料の輸送状況観察等

が挙げられる。 

 本 年 度 は 、 コ ン バ ー タ に 固 体 シ ン チ レ ー タ

（LiF/ZnS）を用いた第一世代の nFPD を組み上げた。

検出器を有感領域を25×31 cm まで大型化することに

成功し、理化学研究所の小型中性子源 RANS や、J-

PARC で中性子イメージングと中性子3D CT の実証実

験を行った。本試験を通して、高精細な中性子ラジオグ

ラフィを得ることに成功し、さらに3D CT でターボポ
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ンプやタービンブレードの内部を高精度で可視化するこ

とに成功した。さらに、3D CT で得られた3D データを

CAD データに変換し、3D プリンターで用いて高精度

な3D モデルを作成することができた。中性子の物理的

特性を活かすことで、金属中の樹脂パーツの再現など、

X 線を用いた手法では考えられなかったことが中性子フ

ラットパネル検出器によって可能になることを示した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］中性子検出器、中性子イメージング、中

性子ラジオグラフィ、ガス検出器、非破

壊検査、3D スキャナー 

 

［研 究 題 目］タランチュラ毒由来のペプチドライブラ

リーと新規ペプチドディスプレイ技術を

用いたイオンチャネル作用薬の創製技術 

［研究代表者］木村 忠史（創薬基盤研究部門） 

［研究担当者］木村 忠史、黒澤 和彦、李 霞、 

林 政信、岡田 水香、市川 渥志、 

新関 ゆかり、河合 大介 

（常勤職員1名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

 ペプチド医薬品は次世代の医薬品として国内外で開発

競争が始まっている。本研究の目標は、①ペプチドライ

ブラリー作製技術、②大腸菌を用いたペプチドディスプ

レー技術の PERISS 法、③大腸菌を用いたパッチクラ

ンプ電気生理学的測定法の3つの技術を融合し、タラン

チュラ毒由来のペプチドを基にしたペプチド医薬品の開

発に資することである。 

 昨年度課題として残った歩留まりの向上を目指し、

PERISS 法を実施するための条件、磁気ビーズの種類

やその洗浄条件等、様々な条件検討を行った。抽出され

た条件を用いて PERISS 法を実施し、標的イオンチャ

ネルに対する IC50が10 nM 以下の複数の活性ペプチド

を取得した。また、ICK ペプチドの動態試験として筋

肉内投与後の血中動態を検討したところ、筋肉内で分解

されることなく血中に移行し4時間以上に渡って血中に

存在することがわかった。 

 タランチュラ ICK ペプチドは医薬品として扱える動

態特性を持ちこの ICK ペプチドを基にペプチドライブ

ラリーを設計し（①）、そのペプチドライブラリーに

PERISS 法を適用し（②）、大腸菌パッチクランプ電気

生理学時測定を行い（③）、複数の活性ペプチドを迅速

に得ることが可能となった。以上の成果から期初の目標

①②③を達成したと言える。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］タランチュラ、ペプチド、ペリプラズ 

ム・ペプチド・ディスプレー、PERISS

法、電気生理、パッチクランプ、進化工

学、イオンチャネル、膜タンパク質 

 

［研 究 題 目］高速・高精度テラヘルツ時間領域ポーラ

リメータの開発と産業応用展開 

［研究代表者］稲場 肇（物理計測標準研究部門） 

［研究担当者］稲場 肇、大久保 章 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本プロジェクトでは、｢ゴムのひずみイメージング計

測」および｢積層ゴムの反射型テラヘルツトモグラフィ

ー計測｣の確立、｢延伸ゴム材料内部状態の経時変化｣お

よび｢ゴム以外のプラスチック材料の光弾性計測技術｣の

調査を目的としている。そのうち、ゴムのひずみイメー

ジング計測においては、遅延ステージを排除した二台の

ファイバーレーザーを同期させた計測系（いわゆる「非

同期サンプリングシステム」）と電気光学変調器による

計測技術を組み合わせることで、全く可動部分のない高

精度テラヘルツ波偏光計測装置をつくることを1つの目

標としている。そこで、産総研は偏光計測デュアルコム

分光法の発明に関連して支援を行っている。 

 平成29年度は、研究参加者の学生三名を技術研修員

として受け入れ、テラヘルツ光発生用の光コム（モード

同期ファイバーレーザー、超短光パルス増幅器、オフセ

ット周波数検出用干渉計、および周波数安定化系）の製

作を支援し、当所の目的であった自己参照光コムの完成

に寄与した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］テラヘルツ、光コム、偏光計測、デュア

ルコム、回転偏光子、電気光学変調器 
 

［研 究 題 目］ヘテロ凝固機構により高造形性・高強度

を実現する積層造形用金属粉末の開発 

［研究代表者］佐藤 直子（製造技術研究部門）  

［研究担当者］佐藤 直子、中野 禅、瓜谷 紹子 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］  

 本研究では、チタン合金およびアルミ合金の積層造形

において、ヘテロ凝固核を用いた既存の研究の延長線上

にはない革新性の高い組織制御法を提案し、高造形性か

つ高強度を実現する積層造形用の金属粉末を開発する。

また、積層造形用粉末開発という用途開発を行うのと同

時に、原理原則の解明として、ヘテロ凝固核と結晶相と

の間の界面マッチング性とヘテロ凝固能の関係、および

ヘテロ凝固理論の再構築、の2点について着目し、鋳造

工学に関して学問的な貢献を行う。産総研では、積層造

形におけるヘテロ凝固核を添加した金属粉末の造形性や

機械的特性への影響評価を担当する。 

 本年度は、Ti-6Al-4V の積層造形に及ぼす TiC ヘテロ

凝固核粒子の影響を評価した。結果は、ヘテロ凝固核を

添加することにより、無添加材よりも低エネルギー密度

のレーザー照射条件で造形物の相対密度が向上した。ま

た、無添加材の組織は旧β粒が積層方向に平行な柱状粒
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が形成されるのに対し、ヘテロ凝固核を添加した組織は

旧β粒の粒径がわずかに微細化した。等方的な高強度化

のためには柱状粒を等軸粒にしたいが、ヘテロ凝固核添

加だけでは難しいことが示唆され、冷却速度を大きくす

るなどプロセス上の工夫が必要である。今後は、組織微

細化の検討を進めるとともに、ヘテロ凝固核添加による

造形性向上のメカニズムを解明するため、溶融現象評価

を実施する。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］レーザー積層造形、金属粉末、ヘテロ凝

固機構 

 

［研 究 題 目］テラバイト時代に向けたポリマーによる

三次元ベクトル波メモリ技術の実用化研

究 

［研究代表者］福田 隆史（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］福田 隆史、江本 顕雄、信川 輝吉、 

小川 拓真、下村 彰人、木本 匠、 

竹内 翔太（常勤職員1名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

 超大容量の情報を長期間、低コスト、低消費エネルギ

ーで保存するためにホログラフィック情報記録技術の開

発を進めている。 

 平成29年度においては、ホログラフィック情報の再

生におけるノイズ低減（ピクセル間クロストーク）に関

して検討を進めた。具体的には、我々が考案した直交偏

光符号化方式に関して、その効果を以下の観点から定量

的に評価する手順で研究を進めた。① 従来方式と提案

方式の隣接ピクセル間クロストークの比較、② 開口マ

スクの形状の影響、③ 検光子アレイの導入効果、④ 信

号光の位相分布の影響その結果、直交偏光符号化方式に

おいて、ひし形の開口マスク（対角線が鉛直および水平

方向となる角度に配置する）を使用した上で、信号光に

対角ピクセル間位相差=π／2を付与する条件を設定し、

また、撮像器部に検光子アレイを導入して各ピクセルに

対応した信号パターンの持つ偏光状態以外の迷光成分を

除外することで最大の効果が期待できることが示された。

この条件によれば、従来法に対して S/N 比を1.58倍に

向上させつつ、併せて記録密度を2.12倍にすることがで

きるものと期待される。本方式は、従来技術に基づくホ

ログラフィック情報記録・再生システムと組み合わせて

活用することが可能であり、システムの性能を最大限に

引き出すための条件設定として有用な知見であると考え

られる。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］三次元ベクトル波メモリ、ホログラフィ

ック情報記録・再生、ノイズ低減、直交

偏光符号化方式 

 

［研 究 題 目］3次元磁気記録新ストレージアーキテク

チャのための技術開発 

［研究代表者］久保田 均、今村 裕志 

（スピントロニクス研究センター） 

［研究担当者］久保田 均、福島 章雄、薬師寺 啓、

甲野藤 真、谷口 知大 

（常勤職員5名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、共鳴アシスト磁化反転書き込みと共鳴読

み出しを組み合わせた超高密度ストレージの開発に取り

組んでいる。共鳴アシスト書き込みでは、局所的なパル

ス磁界に加えてスピントルク発振器から発生するマイク

ロ波磁界を用いる。共鳴読み出しは、スピントルク発振

器の発振状態の変化により媒体の磁気情報を読み出す。

共鳴周波数の異なる磁性層を多層化することで記録密度

の向上を目指す。平成29年度は、面内磁化発振層と垂

直磁化固定層からなるスピントルク発振素子において、

素子直径を約30 nm にまで小さくした結果、電圧によ

り周発振波数を連続的に変化させることができた。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］スピントロニクス、スピントルク発振素

子、高密度磁気記録 

 

［研 究 題 目］新しい高性能ポリマー半導体材料と印刷

プロセスによる AM-TFT を基盤とする

フレキシブルディスプレイの開発

（JST） 

［研究代表者］長谷川 達生（フレキシブルエレクトロ

ニクス研究センター） 

［研究担当者］長谷川 達生、堀内 佐智雄、堤 潤也、

松岡 悟志、荒井 俊人、北原 暁 

（常勤職員2名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、印刷により製造されたフレキシブルなアク

ティブ・マトリックス・トランジスタアレイ（AM-

TFT）の開発を目標として、パイクリスタル株式会社・

理化学研究所・東京大学・産総研が共同し、高性能半導

体開発とデバイス高性能化・集積化の研究開発を行う。

平成29年度において産総研が取り組んだ研究は以下で

ある。研究項目①「スーパーナップ超微細印刷電極の高

集積有機 TFT アレイへの応用」では、本プロジェクト

で開発した SuPR-NaP 法による銀配線パターンを用い

た有機 TFT の高性能化について、さらなる検討を進め

た。ゲート絶縁層とする Cytop 層のさらなる性能向上

を進めた結果、20 nm の極薄層で100 nF/cm2を超える

電気容量を高い歩留まりで得た。さらに SuPR-NaP 電

極と P3HT やその他 DA 型ポリマー半導体をチャネル

とするボトムゲート／ボトムコンタクト型 TFT を作製

し特性改善を進めた結果、ヒステリシスがなく安定性に

優れた低電圧駆動 TFT を得た。研究項目②「ゲート変

調イメージング法を用いた高集積有機 TFT アレイのプ
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ロセス最適化検討」では、A4サイズアクティブバック

プレーン検査法の高度化をさらに進め、一括検査可能な

素子数を大幅に向上させるとともに、動作不良の TFT

とキャパシタをそれぞれ評価する手法を確立した。また

高解像ゲート変調イメージング測定に関し、200 nsec

の分解能の時間発展測定法の確立に成功した。ペンタセ

ン多結晶 TFT について得られた結果をチャネル内のキ

ャリア分布の時間応答モデルを用いて解析した。また微

結晶間の境界ポテンシャルによるキャリア堰き止め効果

の観測に成功した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］有機半導体、プリンテッドエレクトロニ

クス、プリンテッドエレクトロニクス、

アクティブ・バックプレーン、薄膜ト

ランジスタ、ポリマー半導体、有機エ

レクトロニクス 

 

［研 究 題 目］高齢者の記憶と認知機能低下に対する生

活支援ロボットシステムの開発 

［研究代表者］児島 宏明（知能システム研究部門） 

［研究担当者］児島 宏明、佐土原 健、田嶋 恭子 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 記憶や認知機能の低下した高齢者の自立・自律した生

活を維持・促進することを目的として、生活に必要不可

欠な情報把握を支援し日常生活行動を見守るロボットシ

ステムの開発を目指し、国立障害者リハビリテーション

センターを代表とする6機関で共同研究を行っている。

そのうち産総研は主として、高齢者に情報支援を行うた

めの、音声対話サブシステムの研究開発を担当している。

全体で3ステージから成る最長10年間のプロジェクトの

中で、2017年度は第3ステージの初年度であり、長期の

社会実験に向けて、これまでに実装したシステムの運用

準備と、その過程で抽出された要求仕様に基づくカスタ

マイズを進めるともに、精度の評価と手法の改良を並行

して実施した。具体的には、生活支援システムの構成要

素として構築した音声対話サブシステムについて、前年

度実施した効果検証実験のデータを用いて、音声認識の

言語モデルと、意図タグ識別モデルの改良を行い、効果

検証実験で得られたデータでおよそ14 %の識別精度向

上を確認するとともに、意図認識サーバの安定動作と可

用性向上を目指して、サーバを多重化可能なシステム構

成に改良し、現在は二重化で運用中である。その運用経

験に基づいて、ユーザビリティ向上のための課題を抽出

し、システムの運用状況や動作状態の把握のためのモニ

タリングシステムを開発するとともに、その運用マニュ

アルを整備した。今後は、社会実験における被験者数の

増加に対応して、音声対話サブシステムのさらなる多重

化を行うなど、運用上の課題に対応していくとともに、

システムの認識精度の向上のための改良を進めていく計

画である。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］音声対話、ロボット、高齢者、認知症 

 

［研 究 題 目］量子センシング方式を用いたポータブル

NMR 装置の開発 

［研究代表者］渡邊 幸志（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］渡邊 幸志、石川 豊史、柏谷 聡、 

吉澤 明男、馬渡 康徳 

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 量子センシングという新しい技術であるダイヤモンド

量子磁気センサーをコア技術とし、従来技術の延長線上

では実現できない感度と分解能を持つ、新原理に基づく

ポータブルな NMR 装置の開発を目指す。これにより、

わずかな分子数でも検知可能な NMR 装置を実現する。

本開発により、将来的には1分子レベルでの NMR 計測

が見通せるようになり、ライフサイエンスにおける微量

試料を対象とした分析装置の開発などに貢献する。また、

材料開発など様々な分野にも適用可能であり、超高感度

分析装置の突破口となる技術にすることを目的とする。 

 本開発のポータブル NMR 装置開発に関わる最終目標

で掲げている数値目標の達成を前進させ、加えて、当初

の発想にはなかったオリジナル技術の創出にも至り装置

特許に繋げるなどの成果が得られた。最終年度となる次

年度はポータブル NMR 装置を完成させベンチマークと

なるデータの獲得を目指すことが最優先となる。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造   

［キーワード］量子センシング、ダイヤモンド、NV セ

ンター、NMR、ポータブル 

 

［研 究 題 目］ポルフィリン集合体の作製と構造評価 

［研究代表者］吉川 佳広（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］吉川 佳広、岡本 夕起子 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本事業は、科学技術振興機構 国際科学技術共同研究

推進事業（戦略的国際共同研究プログラム：SICORP）

において、大阪大学のグループを代表とする研究課題

「光および化学エネルギー利用のためのポルフィリンナ

ノ構造体制御の分子技術」の分担研究として実施した。

その中で本研究では、ポルフィリン分子あるいはヘムタ

ンパク質から構成されるナノ構造体を炭素材料表面に効

率的に集積化する手法を開発し、その複合材料の構造と

物性の評価法を構築することを目的とした。 

 最終年度の平成29年度は、前年度に作製手法を確立

したポルフィリンワイヤーを、化学修飾したカーボンナ

ノチューブ上で伸張させる方法を検討した。具体的には、

フランスのグループによって合成された化学修飾カーボ

ンナノチューブ（CNT）と、分子ワイヤーを構成する
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ストラップポルフィリンの溶液を混合する際の、溶媒、

濃度、混合比率および混合時間を検討して、CNT－ポ

ルフィリンワイヤーの複合材料を作製する最適条件を見

いだした。複合材料の形態は原子間力顕微鏡（AFM）

を用いて観察し、CNT からワイヤー構造が伸張してい

ることを確認した。さらに、ポルフィリンワイヤーと複

合材料の物性評価法として、電気的特性を導電性 AFM

で解析する方法を確立した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］ポルフィリン、分子集積、原子間力顕微

鏡 

 

［研 究 題 目］燃料電池内水分バランスの最適化 

［研究代表者］宗像 鉄雄（省エネルギー研究部門） 

［研究担当者］宗像 鉄雄、伊藤 博、染矢 聡 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

固体高分子形燃料電池（PEFC）はこれを搭載した燃

料電池自動車（FCV）の市場投入が開始されるなど、

これまでの技術開発成果が実を結びつつあるが、セル内

水分管理についてはいまだ多くの課題を残している。本

研究課題ではカソード、アノード両極間の水分移動を含

めたセル内全体の水分バランスを適正に保つためのセル

構成部材および運転条件の最適化を図ることを目指し

た。  

平成29年度は、燃料電池運転中の両極間の水分移動

を精密に把握するための実験装置を製作し、その試運転

を行った。具体的には、アノード水素は無加湿で供給し、

カソード空気もなるべく低い加湿度で供給する条件で燃

料電池を運転し、アノード及びカソード各ガス出口に露

点計を設置し、外部から供給される水分と反応で生成す

る水分がどのようなバランスで排出されるかを検証でき

るシステムを構築した。予備運転の結果、十分な再現性

を有するデータの取得が可能であることが確認できた。

今後は燃料電池ガス拡散層（GDL）の性状がセル内水

分バランスに及ぼす影響をこのシステムを駆使して精密

に解析してく予定である。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］燃料電池、ガス拡散層、水分移動、露点 

 

［研 究 題 目］偽造困難なデバイスを用いた IoT セキュ

リティ管理システム 

［研究代表者］田中 良夫（情報技術研究部門） 

 [研究担当者］田中 良夫、古原 和邦、小方 一郎、

辛 星漢、須崎 有康、関谷 祐美子

（情報技術研究部門 常勤職員5名、他

1名）堀 洋平、片下 敏宏（ナノエレ

クトロニクス研究部門 常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、IoT デバイスの危殆化時のログ改竄防止

や振る舞い監視、および IoT デバイス間での暗号鍵の

共有など、IoT セキュリティの運用に関する研究を行っ

た。具体的には、前者においては PC で活用が進んでい

るセキュアチップ TPM（Trusted Platform Module）

を IoT デバイスに適用して、OS とは独立してソフトウ

ェアの完全性検証の技術が使えることを確認した。これ

により、TPM を信頼の基点として、デバイスの電源投

入時からソフトウェアのログを取り、正しい動作を行っ

た時と同じ動作をしているかを検証できるようになり、

悪意のあるソフトウェアの混入や改竄を検出可能となっ

た。また、物理複製困難関数（ PUF: Physically 

Unclonable Function）を IoT デバイスの認証とその認

証されたデバイスとの間での一時的な暗号鍵を共有する

方式を、消費者向けとビジネス向けの2つの用途に対し

て検討した。前者においては利便性も重視されることか

ら、短いパスワードや、単純なパターンなどの短い秘密

から暗号学的に強い鍵を共有できる方法が適しており、

後者においては悪意のある利用者によるサイドチャネル

攻撃を困難にする PUF ベースの鍵共有プロトコルとの

相性がよいとの結論に至った。また、パスワード認証方

式 AugPAKE と PUF ベースの鍵共有プロトコルの組合

せを Raspberry Pi（クライアント）と高性能 PC（サー

バ）環境上に実装し、性能評価を行った。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］IoT、セキュリティ、 

Trusted Computing、鍵管理方式 

 

［研 究 題 目］ERATO 美濃島知的光シンセサイザプロ

ジェクト 

［研究代表者］稲場 肇（物理計測標準研究部門） 

［研究担当者］稲場 肇、大苗 敦、清水 祐公子、 

柏木 謙、大久保 章、和田 雅人、 

中村 圭佑（常勤職員6名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 当プロジェクトでは、周波数軸上においてスペクトル

強度が櫛状に精密かつ等間隔に並んだ先端光源「光コ

ム」を、エレクトロニクスと光技術との融合により、基

盤的かつ革新的な「知的光シンセサイザ」へと進化させ

ることを目指している。例えば、光波の時間、空間、周

波数、位相、強度、偏光などの全てのパラメータを自在

に操作でき、様々な応用に使えるところまで進化してい

る知的光源を開発して、その未踏な応用分野を開拓する

ことを目標としている。 

 平成29年度は、光コムの天文応用、デュアルコム分

光およびそれを用いた温度測定、さらに光コムの極限的

周波数安定度の追求に関する研究を行った。「天文コ

ム」については、前年度までに開発し、国立天文台岡山

天体物理観測所に設置したコム装置を用いた天体観測用

分光器の校正を行った。また、デュアルコム分光につい

ては、アセチレン分子の遷移双極子モーメントの測定、
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およびアセチレン分子の吸収スペクトルを利用したガス

温度測定技術の高速化、高精度化を行った。さらに、光

コムの周波数安定度の律速条件を明らかにし、その向上

を目指すため、現在その主因となっている光ファイバー

を介して環境擾乱が誘起する位相雑音についてその発生

原因と低減について実験と検討を行った。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］光コム、光周波数コム、デュアルコム、

天文コム、分光器、分子、吸収スペクト

ル、ガス、温度計測、周波数安定度、光

ファイバー、ファイバーノイズ、位相雑

音 

 

［研 究 題 目］一細胞解析と生物・遺伝子資源情報解析

による環境微生物集団の構造と機能動態

の統合的理解 

［研究代表者］玉木 秀幸（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］玉木 秀幸、宮崎 亮 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 環境中の微生物の多くは複合微生物集団を形成し、環

境の保全・修復や物質循環プロセスにおいて重要な役割

を担っている。また複合微生物集団の制御技術の開発は、

廃水処理プロセスの高度化や腸内フローラの健全化等に

つながる可能性があり、大きな期待を集めている。しか

しながら、複合微生物集団の構造と生理生態機能につい

ては不明な点が多く、その制御技術の開発は非常に困難

を極めているのが現状である。本研究では、多角的な視

点から複合微生物集団の構造と機能の解明に関する研究

を実施している。 

 具体的には、複合微生物系を構成する未知微生物群の

実態の解明、ならびに微生物群集動態に寄与する生物間

相互作用の精査・検出を目的とした研究を進めている。

今年度は、植物-微生物共生系、活性汚泥、地下圏環境

等における微生物集団を構成する未知微生物について、

その多様性を解析するとともに、未知微生物の集積培養

や純粋分離を実施した。また集積培養系や純粋分離に成

功した未知微生物のゲノム解読ならびに生物機能の解明

を進めた。高いメンブランベシクル生産能をもつ新規植

物共生 Acidobacteria を発見し、メンブランベシクルの

生理生態機能について解析を進めた。微生物間コミュニ

ケーションを遮断する新規多剤耐性菌について、多剤耐

性ならびにコミュニケーションの遮断のメカニズムを明

らかにする等の成果を得た。 

［領 域 名］生命工学、エネルギー・環境 

［キーワード］環境微生物、複合微生物集団、群集構造、

生態機能、一細胞解析、環境ゲノム解析、

高度顕微鏡解析技術 

 

［研 究 題 目］熱活性化遅延蛍光分子における励起状態

ダイナミクスの解明 

［研究代表者］細貝 拓也（分析計測標準研究部門） 

［研究担当者］細貝 拓也（常勤職員1名） 

 

［研 究 内 容］ 

次世代有機 EL 発光材料として、希少金属を含有せず

に100 %の発光効率で蛍光を発する熱活性化遅延蛍光

（TADF）材料が注目されている。TADF は有機分子の

励起三重項状態が室温の熱によって励起一重項状態に変

換され、その後に放出される蛍光のことである。励起状

態間の熱変換には、二つの状態間のエネルギーの差が室

温程度にあることが条件とされている。しかしながら、

近年ではこの考えが成り立たないケースが度々報告され

るようなった。本研究は、TADF 材料の先駆者である

九州大学の安達教授のグループ（以下、『九大』とす

る）とともに、TADF の高効率な発光メカニズムを当

所が開発した先端分光技術によって明らかにすることを

目的としている。 

本年度は、九大によって合成されたカルバゾールベン

ゾニトリル誘導体の各励起一重項状態と三重項状態にお

いて生成する励起種（励起状態における電荷分布の違

い）を過渡吸収分光法によって調べた。その結果、

TADF を示す分子にだけに生成する特徴的な励起種

（電荷共鳴状態：光によって分子内で分かれたプラスの

電荷が分子内をある程度自由に動き回れる状態）を形成

することが分かった。また、このような励起種ができる

ことで、これまでエネルギーだけで議論されてきた励起

三重項状態から一重項状態への逆変換のプロセスが特定

の励起種間を介して行われることも見出した。この結果

は、TADF の材料設計においては、各励起状態のエネ

ルギーだけに注力するのではなく、実際に発光に関与し

ている励起種も制御する必要があることを示唆した。ま

た、発光に重要な励起種同士のエネルギーが溶媒環境に

よって制御できることを明らかにした。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］TADF、励起状態ダイナミクス、過渡吸

収分光法 

 

［研 究 題 目］プロトン応答性錯体触媒に基づく二酸化

炭素の高効率水素化触媒の開発と人工光

合成への展開 

［研究代表者］姫田 雄一郎（創エネルギー研究部門） 

［研究担当者］姫田 雄一郎、尾西 尚弥、兼賀 量一、

小久保 雅子（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、（1）「水素の貯蔵を指向した高効率な二

酸化炭素の水素化触媒の開発」と（2）「多機能型錯体

触媒を目指したプロトン応答性触媒の設計指針の構築」

を目的とする。具体的には、温和な反応条件で二酸化炭

素を還元できるエネルギー効率の高い触媒を開発し、二
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酸化炭素をエネルギー貯蔵物質として利用するための基

盤技術の確立を目指す。また、提案者が開発した独創的

触媒設計概念である「プロトン応答性」触媒の反応機構

の解明および「多機能型触媒」の開発を行うことにより、

新しい触媒技術への貢献を目的とする。 

 平成29年度は、前年度に引き続き高性能・高機能な

触媒開発に向けて、新たな触媒の設計・合成・評価を行

った。これまでに、含窒素非芳香族5員環配位子を有す

る触媒が、ピリジン系触媒に比べて、高い触媒性能を発

現することを解明した。この知見を基に、触媒探索を行

い、アミド部位が二酸化炭素の水素化反応に優れた触媒

配位子であることを新たに見出した。これまでに開発し

た触媒設計指針と組み合わせることで、水中常温常圧条

件下での二酸化炭素の水素化反応で、昨年度報告された

最高の触媒回転効率107 h-1を167 h-1に向上させること

ができた。また、これらの結果は、計算機化学を用いて

解析した。以上、プロトン応答性触媒の高い一般性を示

すとともに、新たな触媒設計指針を見出した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］炭素固定、水素貯蔵 

 

［研 究 題 目］ゼロから創製する新しい木質の開発 

［研究代表者］光田 展隆（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］光田 展隆、坂本 真吾 

（常勤職員2名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では合成生物学的観点から新しい、有用形質を

備えた木質を植物に合成させ、バイオ燃料やバイオリフ

ァイナリー原料に適した植物を開発する｡具体的には木

質を形成しない変異体（nst1 nst3二重変異体）に遺伝

子導入を行うことで上記の目的に適した非天然木質を人

工的に構築する技術をまずはモデル植物（シロイヌナズ

ナ）で開発し、それを木本モデル植物（ポプラ）に調整、

適用する。これまでの実験結果などから、nst1 nst3二
重変異体の表現型を回復させるのに有望と考えられる転

写因子を、すでに77種類個別に導入した。また、全転

写因子からすべてのサブファミリー、サブグループを網

羅するように代表遺伝子300種類を選抜し、30遺伝子ず

つまとめて導入した。個別導入系統について、細胞壁含

量や酵素糖化性を中心に評価し、細胞壁含量では野生株

比で5割増加する系統を得た。そこで、これをさらに改

変したコンストラクトを森林総合研究所と協力してポプ

ラに導入した結果、成長を阻害することなく野生株比で

約4割木質密度を向上させることができ、結果的に木材

としての強度が6割高まった。また、集団導入系統を調

査した結果、特定の転写因子 CEF を導入したものでは、

野生株と同等の細胞壁含量を持ちながら酵素糖化率が野

生株比で70 %向上しており、リグニンやキシランを含

まない細胞壁が肥厚していることを明らかにした。この

転写因子 CEF はこれまで見つかっていなかった新しい

細胞壁の制御因子であることがわかり、これまで注目さ

れてこなかったやり方で細胞壁を制御して画期的な木質

を生産させるための貴重なツールを手に入れたと言える。

さらに最近では、この系統にリグニン合成を制御する転

写因子を追加導入することによりリグニンだけを付加す

ることに成功した。また、リグニンの構造や機能を変化

させうる約50遺伝子を様々な生物から取得し、シロイ

ヌナズナ野生株に導入してスクリーニングした結果、期

待した変化を引き起こす遺伝子を複数同定した。さらに

遺伝子導入ではなく変異導入により nst1 nst3二重変異

体に木質が再形成される変異体を発見した。この変異体

では元株に比べて細胞壁量が2倍以上にも増加していた。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］植物、ゲノム、木質、バイオエタノール、

発現制御、遺伝子、バイオマス 

 

［研 究 題 目］新規水生植物共生微生物ライブラリの構

築 

［研究代表者］玉木 秀幸（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］玉木 秀幸、鎌形 洋一 

（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 水生植物は、根や葉に多様な未知微生物を内包してお

り、そこには互いの成長を支え合う『水生植物－微生物

共生系』が成り立っている。本研究では、水生植物と微

生物との共生系を開拓するとともに、本共生系を活用し

て、革新的な高次植生バイオプロセス技術や水生植物バ

イオマスの高効率生産技術の創成を目指している。特に、

本研究では、未知微生物探索技術を駆使して、多様な水

生植物種から未知微生物を単離し、水生植物共生微生物

ライブラリを構築するとともに、水生植物の成長を促進

する新たな微生物（PGPB: Plant Growth Promoting 

Bacteria）の取得を目指している。 

 今年度は、特に、微細藻類の成長促進微生物

（MGPB）の探索に精力的に取組んだ。具体的には、

ユーグレナ（Euglena gracilis）の標準株を入手し、カ

キ殻を活用して pH をコントロールしながら微細藻類成

長促進微生物をスクリーニングする系を確立した。その

後、このスクリーニング系を用いて、微細藻類（ユーグ

レナ）成長促進微生物の探索を実施した。その結果、当

該研究開発においてこれまでに見出してきた既知の

MGPB である EG3株の成長促進効果を上回る新しい

MGPB を10株以上見出すことに成功した。このなかに

は既知 MGPB EG3株よりも２倍以上成長促進効果が高

く、中にはコントロールの10倍に迫る成長促進効果を

示す株も見出された。また、16S rRNA 遺伝子に基づく

分子系統学的解析を実施したところ、今年度見出した

MGPB は、系統的に非常に多様な細菌種であり、この

中には、既知種との16S rRNA 遺伝子配列相同性が

90 %を切るような、系統学的に新規性の高い微生物が
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含まれていることを明らかにしている。今後、さらに、

MGPB の探索を継続するとともに、候補株については

再現性確認実験を実施してゆく予定である。 

 また今年度は、代表的な水生植物であるウキクサ亜科

植物から新規微生物の探索を継続して進めるとともに、

ウキクサの成長を著しく促進する新規 PGPB の探索を

精 力 的 に 進 め た 。 今 年 度 は 新 た に 、

Gemmatimonadetes 門という未だ1属2種しか純粋分離

株の存在しない、難培養性の代表的な門に属する新規細

菌を新たに獲得することに成功するとともに、

Acidobacteria 門や Verrucomicrobia 門をはじめとする

培養頻度の低い門に属する新規細菌の獲得とその生理生

態機能を明らかにした。またこれらの中から新たにウキ

クサ亜科植物の成長促進微生物を複数株見出しており、

水生植物共生微生物ライブラリーの拡充は順調に進展し

ている。 

［領 域 名］生命工学、エネルギー・環境 

［キーワード］水生植物、植生浄化、共生微生物、16S 

rRNA 遺伝子、分子系統解析、未知微生

物、ウキクサ亜科植物、バイオマスプラ

ットフォーム、植物成長促進微生物

（PGPB） 

 

［研 究 題 目］50kW 級全超伝導モータ用希土類系高温

超伝導固定子巻線の開発 

［研究代表者］古瀬 充穂（省エネルギー研究部門） 

［研究担当者］古瀬 充穂（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 中・大型電気自動車や鉄道用の高効率・高トルク密度

超電導モータの実現を目指し、大電流密度高温超電導コ

イル技術の開発を行っている。 

 実現しようとしているモータは、京都大学を中心とし

たグループが開発した「高温超電導誘導同期回転機」

（従来のかご形誘導モータのかご形巻線を高温超電導線

材で構成したもの）をベースとし、さらに固定子巻線も

超電導化した全超電導モータである。高温超電導誘導同

期回転機は、同期・非同期トルクの両立、それによる制

御性能向上、同期運転による高効率化といった、従来機

では実現できない特性を持つ。そのため十分なトルク密

度を持つモータが実現できれば、電気自動車等の一層の

高効率化、始動・加速特性の大幅な向上が期待できる。

モータの究極の小型化に向け、高い電流密度と可撓性に

富んだ希土類系高温超電導線材を用いた、大電流容量の

固定子巻線の開発が課題となっている。 

 平成29年度は、希土類系超電導線材を複数束ねて大

電流容量化した導体構造について評価を行った。電流密

度を低下させず、小半径で曲げられる特殊な構造の導体

を用いたコイルの設計検討を行い、小型大電流容量固定

子巻線実現の可能性を見いだすことができた。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］超電導回転機、電気自動車、誘導同期回

転機、高温超電導コイル 

 

［研 究 題 目］分画成分の詳細構造解析法の確立および

水相中の糖の濃縮法の確立 

［研究代表者］麓 恵里（創エネルギー研究部門） 

［研究担当者］麓 恵里、佐藤 信也、柿沼 敏弘 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 リグニンなど劣質な未利用難処理炭素資源は炭素－炭

素、エーテル、エステル結合を介して芳香環が組み込ま

れており、場合によっては芳香環が縮合している。その

ため、従来資源化する技術がないために減容・焼却され

てきた。本研究では芳香環同士を結び付ける多様な結合

と置換基について、所望の結合のみ分解することで、そ

れらを構成する基本構造である単環芳香族を単離・製造

するプロセス開発に結び付く要素技術開発を実施するも

のである。 

 リグニンなど劣質な未利用難処理炭素資源は巨大分子

であるため、実用化の際には実施者が提案する2段階プ

ロセスで単環芳香族を生成する。まず低分子化（分解）

を行い、次いで酸化鉄を中心とした触媒による接触分解

を行うことで単環芳香族を生成する。当所はリグニンと

その反応生成物の平均分子モデルを描くプログラムを開

発した。平成29年度は、実用的な時間で解析できるよ

うにプログラムのアルゴリズムを見直し、反応過程での

分子構造の変化を明らかにした。 

 また、低分子化過程で分離されるヘミセルロース由来

糖を利用するためには、水相中の糖の濃縮法の技術開発

が必要である。平成29年度は、モデル溶液の濃縮試験

を実施し、目標の濃度を達成した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］バイオマス、リグニン、可溶化、分子構

造解析、ヘミセルロース 

 

［研 究 題 目］過電圧の低い正極触媒の開発 

［研究代表者］周 豪慎 （省エネルギー研究部門） 

［研究担当者］周 豪慎、劉 銀珠、岡垣 淳、 

Wu Shichao、Qiao Yu 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

従来の Li イオン電池に比べ高い理論容量が期待され

る Li 空気電池では、長期のサイクル安定性や充放電効

率の向上が求められている。空気極では放電生成物を充

電時に分解し二次電池として動作させるため、放電電圧

と充電電圧に電位差（過電圧）を生じる。本研究では放

電反応（ORR）および充電反応（OER）の過電圧を削

減するため、それぞれの反応に応じた酸化還元中間体

（RM=Redox Mediator）を添加し、電池特性評価と反

応機構の解明を目指した研究開発を行った。添加剤の効
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果によって、目標特性である充電平均電圧3.7V（vs 

Li/Li+）、充電カットオフ電圧4.0V（vs Li/Li+）で動作

するセルを安定的に作成することが可能となった。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］触媒、空気極、リチウム空気電池 

 

［研 究 題 目］ガーネット型酸化物電解質材料の創出 

［研究代表者］秋本 順二 

（先進コーティング技術研究センター） 

［研究担当者］秋本 順二、片岡 邦光 

（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、酸化物系材料を固体電解質として使用す

る全固体酸化物型リチウムイオン電池の実現のため、ガ

ーネット型リチウムイオン伝導他の特性改善のための新

規材料探索を行うとともに、粒界抵抗低減のための粉体

の粒径制御技術、緻密成型体の作製技術の開発を実施す

る。具体的には、室温で10-4 S/cm 程度のイオン伝導性

が報告され、また広い電位窓が可能であることから有望

な材料候補とされている立方晶 Li7La3Zr2O12（LLZ）

を凌駕するような Zr 系、Ta 系材料について、新規材料

探索、粒径制御技術の確立、低温合成技術の確立を目指

す。 

 本年度は、ガーネット型酸化物材料の低温合成プロセ

スの開拓を目指して、Al フリーの Li7-xLa3Zr2-xTaxO12 

（LLZT）において、緻密成型体の作製に適する微細な

粉体粒子の合成を目指して新しい合成法を検討し、生成

物の化学組成と粉体特性、結晶構造について調べた。そ

の結果、あらかじめ低温合成法で作製された前駆体原料

と酸化リチウムを出発原料として用いる合成プロセスに

より、アルゴン雰囲気下500 ℃以下の焼成温度で、一

次粒子サイズがサブミクロンオーダーのガーネット型構

造のほぼ単一相試料が得られることを見出した。また、

単結晶試料を用いた固体電解質材料の基礎物性、電気化

学測定を実施した。さらに、新規組成を有するリチウム

イオン伝導体の開発を進め、ガーネット型構造を有する

新規組成について、結晶構造、物性評価を実施した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造  

［キーワード］固体電解質、ガーネット、リチウムイオ

ン伝導体、ジルコニウム、タンタル、リ

チウムイオン電池、全固体二次電池、蓄

電デバイス 

 

［研 究 題 目］バイオマスプラスチックを使いこなすた

めの高機能バイオ界面活性剤の開発 

［研究代表者］羽部 浩（機能化学研究部門） 

［研究担当者］羽部 浩、森田 友岳、福岡 徳馬、 

雜賀 あずさ、牛丸 和乗、佐藤 俊、

河本 翔平（常勤職員6名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、バイオマス由来ポリマーの更なる高機能

化を支えるバイオベース添加剤として、微生物が産生す

る「バイオ界面活性剤（BS）」に着目し、BS の新たな

生産および利用技術の開発を行う。具体的には、「BS

をバイオマスプラスチック添加剤として利用する技術」

および「賦存量の多い木質系バイオマスから BS を量産

する技術」を創出することにより、既存のバイオマスプ

ラスチックや、今後世に出される新規バイオマス由来ポ

リマーをより使いこなす材料高度化技術の革新をもたら

すことで、機能性バイオ素材の利用拡大、低炭素社会の

実現に貢献する。 

一般に BS の中でも生産量が高いことが知られる「糖

型 BS」をターゲットとして、プラスチックへの添加を

想定した各種物性の評価を行った。本年度は、樹脂の補

強材として有望なバイオフィラーであるセルロースナノ

ファイバー（CNF）の分散性を高める添加剤としての

糖型 BS の効果を検証した。糖型 BS で CNF を処理す

ることで、樹脂マトリクス中への良分散性を維持したま

ま BS の機能が付与された新しい CNF 乾燥紛体の作製

に成功した。 

また、木質糖化液の主成分の一つであるキシロースを

唯一の炭素源として糖型 BS を生産できる微生物を環境

中からスクリーニングし、既存の主要な糖型 BS とは構

造が異なる糖脂質を生産する微生物を複数種選抜するこ

とに成功した。今後、得られた糖脂質の構造決定を行い、

基礎物性解析を進める。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］バイオマスプラスチック、バイオ界面活

性剤、機能性添加剤、表面改質、分散剤、

セルロースナノファイバー 

 

［研 究 題 目］イネにおける技術検証；実用作物での検

証・最適化 

［研究代表者］光田 展隆（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］光田 展隆、大島 良美、高木 優 

（常勤職員2名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、独自性の高い植物転写因子リソースと胚

発生研究・転写因子研究の経験を活かして、受精を介さ

ずにクローン種子を形成する『アポミクシス』を人為的

に誘導する技術を確立し、多様な植物に適用することを

目指す。本技術が確立できれば、優良形質をもつ F1ハ

イブリッド系統やエリート系統の種子を介した固定が可

能となり、植物育種に革命をもたらす。本研究では具体

的にはシロイヌナズナの雄性不稔変異体を用いて、様々

な転写因子のキメラリプレッサーを形質転換し、受精せ

ずに種子や胚乳が形成されるラインを探索する。これま

でに1000転写因子以上についてスクリーニングを完了

し、受精なしに種子や胚乳の形成が起きるラインを多数

同定した。これらのうち、シロイヌナズナにおいて受精
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なしに胚乳形成を引き起こすと目された5遺伝子（のキ

メラリプレッサー）についてユビキチンプロモーターを

用いてイネ野生株（日本晴れ）で発現させたところ、一

部の組換え体において、シロイヌナズナと同じように受

精なしに胚珠が肥大することがわかった。また、胚珠で

の発現が強い MADS-box 遺伝子ファミリーに属する遺

伝子のプロモーターでも発現させ、同様に一部の組換え

体で受精なしに胚珠が肥大する現象が観察された。今後

これらの肥大した胚珠についてその性質を調べ、制御メ

カニズムを明らかにしていく予定である。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］植物、アポミクシス、遺伝子、シロイヌ

ナズナ、イネ、種子 

 

［研 究 題 目］真空プロセス装置における酸化・窒化影

響評価 

［研究代表者］佐藤 直子（製造技術研究部門））  

［研究担当者］佐藤 直子、中野 禅（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］  

 ニッケル基超合金は、鋳鍛成型され、ガスタービンの

ブレードなど高温環境で用いられている。このような耐

熱合金は、形状最適化による発電効率など機能性向上が

見込まれており、より複雑形状の加工を得意とする積層

造形での加工が期待される。しかし、ニッケル基超合金

をレーザー積層造形で加工すると、デンドライトが形成

し、デンドライト界面に金属間化合物が析出し、また結

晶粒内には造形中に巻き込まれた酸化物を核として脆化

相が形成するため、高温における機械的特性が鋳鍛材よ

りも低下することがわかっている。凝固組織は凝固時の

冷却速度、析出物はプロセス中の保持温度が影響するが、

レーザー積層造形では不活性ガス雰囲気のため、冷却速

度は大きく、保持温度は低い。そこで本研究では、レー

ザー積層造形において真空雰囲気を用いることにより、

プロセス中の熱履歴を制御すること、および酸化や窒化

を抑制し析出物の制御をすることにより、ニッケル基超

合金の積層造形材を高強度化する技術を開発する。 

研究計画は、まず真空雰囲気におけるレーザー照射条

件を探索し、緻密な造形物を作製し、その微細組織およ

び高温延性、高温クリープ特性を評価する。次に、高温

特性評価の結果を基にして、レーザー照射条件および雰

囲気を変化させることにより更なる特性改善に取り組む。

並行して、原料粉末の処理を積層造形チャンバーのまま

実施できる機構を開発し、原料粉末のロバスト性評価を

行う。 

 今年度は、真空雰囲気におけるレーザー照射条件を探

索し、年度の達成目標とした造形物の相対密度98 %を

達成した。また、原料粉末の処理機構のコンセプトを具

体化し、設計に着手した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］レーザー積層造形、ニッケル基超合金、

真空雰囲気、組織制御 

 

［研 究 題 目］【特定課題調査】燃料電池性能および電

極反応および過電圧の解析 

［研究代表者］石山 智大（省エネルギー研究部門） 

［研究担当者］石山 智大（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 燃料電池の中温作動化によるメリットとして、部材に

要求される耐熱性の低減や白金触媒使用量の削減による

低コスト化、また、熱や水分管理が容易になることによ

るシステムのコンパクト化・簡素化などが期待されてい

る。近年、電気化学反応を利用してアルカリ含有リン酸

塩ガラスのアルカリイオンをプロトンへ置換する技術が

開発され、中温域で既報の伝導度を超えるプロトン伝導

性リン酸塩ガラス電解質が発見された。中温作動型燃料

電池（ITFC）の実現に向けて、次の課題としては電極

材料の開発が求められる。酸化物イオン伝導体を電解質

に用いた高温作動の固体酸化物形燃料電池（SOFC）に

おける知見として、酸化物イオンとホールの両者を伝導

可能なイオン・電子混合伝導体（MIEC）が電極反応面

積を増幅できるため高性能電極となることが知られてい

る。プロトン伝導体を電解質に用いた ITFC においても、

同様な効果からプロトンと電子の混合伝導性を有する材

料が高性能電極となることが期待される。 

本年度は、プロトン伝導性ガラス電解質に利用可能な

プロトンと電子の混合伝導性を有するガラス電極につい

ておよび Pd 電極のカソード特性について研究した。電

解質上に多孔状に形成したガラス電極を用いた際に電子

伝導性の不足による顕著な抵抗増大が観察され電子伝導

度の高いガラス電極の開発が重要であることが明らかと

なった。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］燃料電池、プロトン伝導体、リン酸塩ガ

ラス電解質、電極反応 

 

［研 究 題 目］タフ・ロボティクスのためのタフ・ワイ

ヤレス技術の研究開発 

［研究代表者］加藤 晋（知能システム研究部門） 

［研究担当者］加藤 晋、有隅 仁、岩田 拡也、 

神村 明哉、越川 知大、川端 伸一朗、

大楠 祐司（常勤職員4名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 ロボットと通信は切っても切り離せない関係にある。

災害対応ロボットに適用する通信は有線・無線の両方が

検討されているが、有線通信ではロボットの行動を大き

く制限してしまうデメリットが存在する。一方、無線

（ワイヤレス）通信では通信の信頼性は有線よりも劣る

ものの、ロボットの行動を制限することなく活用できる。

現状、ロボット制御が求めるワイヤレス通信への技術要

件（遅延保証、到達距離、通信速度、タフさ）の全てを
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満たす通信技術は存在しない。現在の周波数資源の制約

からすべての課題満足する通信手段を実現することは困

難であるが、最新の無線通信技術を最大限活用すること

で、ロボット制御に適合したワイヤレス技術を再設計

（周波数帯、アクセス制御など）し、災害時等の極限環

境においてロボットの真価を発揮させるため、ロボット

自体のタフさだけでなく、ワイヤレス技術にもタフさを

強化する必要がある。以上の理由から、本研究開発提案

ではタフ・ロボティクスに適用可能な、極限環境下でも

人とロボット、ロボットとロボットのつながりを維持す

る“タフ・ワイヤレス”の実現に必要な要素技術を新た

に研究開発し、実環境上の試験フィールドにおいて実証

する。 

 平成29年度は、災害対応ロボットを想定して開発さ

れたタフ・ワイヤレス技術を実装した通信装置を用い、

特に、空中からの情報収集等に用いる飛行型ロボット、

地上を移動し情報収集や無線中継等に用いる産総研の地

上移動ロボットへの搭載を行い、実フィールドにおける

タフ・ワイヤレス技術の検証・評価を行った。タフ・ワ

イヤレス装置を拡張し、ペイロード用の汎用の通信イン

タフェースを追加して音声情報や小サイズ画像情報を伝

送できる仕組みに改修し、フィールド評価会にて動態デ

モンストレーションを実施した。また、169 MHz 帯無

線、及びその920 MHz 帯無線との切替え機能の性能を

評価し有効性を示した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］災害対応ロボット、ドローン、無線通信、

低遅延、試験方法、実環境評価 

 

［研 究 題 目］サイバニックシステムに対する安全検証

手法の開発 

［研究代表者］比留川 博久（ロボットイノベーション

研究センター） 

［研究担当者］比留川 博久、松本 治、中坊 嘉宏、

原 功、本間 敬子、角 保志、 

梶谷 勇、藤原 清司、ジェフ ビグス、

尾暮 拓也、田中 秀幸、宮腰 清一、

佐々木 牧子、尾形 邦裕（ロボットイ

ノベーション研究センター）、 

吉田 英一、鮎澤 光、吉安 祐介、 

今村 由芽子（知能システム研究部門）

（常勤職員17名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

目標、研究計画： 

（1）システム安全情報モデリング技術 SafeML による

安全検証技術：データ出力及びデータ解析の改良設

計、機器開発外部機関のシステム安全情報に基づい

た事例構築、認証機関による可用性評価取得。 

（2）移動支援分野の安全検証技術：動的安定性試験装

置に計測系追加など改良。4種以上の歩行支援機器

での試験試行。 

（3）排泄支援分野の安全検証技術：介護現場リサーチ

に基づきより現実的な評価用排泄支援機器の要件定

義。試験装置の改良、文献調査および安全試験手順

の策定。 

年度進捗状況： 

（1）システム安全情報モデリング技術 SafeML による

安全検証技術： 

 ウェブベースのソフトウェア開発を継続し、モデ

ル生成インタフェースを試作。サイバーダイン社か

らの情報提供に基づいたものを含め2例のモデル構

築実施。SafeML の文法改良を実施。認証機関によ

る可用性についての評価を改訂。 

（2）移動支援分野の安全検証技術： 

 動的安定性試験装置の試験実施時の安全性を改善。

転倒挙動再現ダミー用リフター追加など試験効率の

改善。高速度カメラ等計測系の追加。仮想試験対象

機器として開発した歩行器2種および市販歩行器の

計4種による試験実施。試験手順および評価方法の

妥当性を検討。力学的シミュレーションおよび他方

式の歩行支援機器に関する安全性検討を実施。 

（3）排泄支援分野の安全検証技術 

 介護施設、教育施設、大腸肛門病学会でのリサー

チに基づき、より現実的な評価用排泄支援機器の要

件定義実施。文献調査にてパラメータ妥当性確認。

各種計測試験機器について改良および試行をおこな

い、試験手順書を策定。 

［領 域 名］情報・人間工学   

［キーワード］安全検証、ロボット、介護機器、生活支

援、サイバニクス 

 

［研 究 題 目］無充電で長期間使用できる究極のエコ

IT 機器の実現 

［研究代表者］湯浅 新治（スピントロニクス研究セン

ター） 

［研究担当者］湯浅 新治、ロナルド・ヤンセン、 

野崎 隆行、今村 裕志、福島 章雄、

久保田 均、薬師寺 啓、齋藤 秀和、

オレリー・スピーザー、甲野藤 真、 

塩田 陽一、高木 秀樹、倉島 優一、

青柳 昌宏、菊地 克弥、渡辺 直也、

馮 ウェイ、鈴木 義茂、臼田 悦子 

（常勤職員17名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本プログラムでは、電圧によるスピン操作技術を活用

し、SRAM 並みの動作速度・電力と DRAM や STT-

MRAM を超える集積度を兼ね備えた不揮発性メモリ

「電圧トルク MRAM」および不揮発性を有するトラン

ジスタ技術を開発する。さらに、大径 Si ウェーハ上へ

の磁気抵抗素子のエピタキシャル成長とウェーハ接合・
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3次元積層技術を用いて、実用磁気抵抗素子の単結晶化

による不揮発性メモリ MRAM の微細化限界の突破を目

指す。これらの基盤技術を中核とした新コンピュータア

ーキテクチャおよび電圧駆動3次元コールド・ストレー

ジ技術により、IT 機器の消費電力を1/100にすることを

目指す。これにより、将来的にほとんど充電を必要とし

ないモバイル機器や大規模災害時に電源なしで長期間使

用可能な IT 機器を実現し、エコで快適なライフスタイ

ルの変革、安全・安心なユビキタス IT 社会の実現、日

本のエレクトロニクス産業の再興に結びつけることを目

指す。 

 本プログラムは、平成26年度後半から開始され、平

成29年度は、（i）電圧による磁気異方性変化率を増大さ

せる Ir 添加 Fe 合金材料の開発、（ii）電圧書き込みエ

ラー率のさらなる低減、（iii）Si ウェーハと垂直磁化

MTJ 薄膜を用いたウェーハ接合・Si 除去プロセスの完

成、（iv）大径 Si 基板上への MgAlO トンネル障壁のエ

ピタキシャル成長などの成果を得た。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］電圧トルク MRAM、単結晶化、3次元 

積層、ウェーハ接合、スピン FET、交

差物性 

 

［研 究 題 目］極限環境シミュレーションプラットフォ

ーム Choreonoid の開発 

［研究代表者］金広 文男（知能システム研究部門） 

［研究担当者］金広 文男、中岡 慎一郎、服部 静子 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 地震や台風等の自然災害によりダメージを受けた工業

用プラントの内部及び外部や、土砂崩れ等の現場を災害

対応ロボット活動の現場として想定し、このような現場

において緊急対応、復旧作業を行なうクローラタイプあ

るいは脚型移動タイプのロボットをシミュレートしてそ

の開発を支援するシミュレーションプラットフォームを

開発、提供することが目標である。 

 平成29年度は広視野角視覚センサシミュレーション

機能の開発を行った。従来 Choreonoid では、OpenGL

によるレンダリング機能を用いて、カメラや RGD セン

サ、レーザレンジファインダ（以下 LRF）などのセン

サのシミュレーションを行ってきた。しかし、従来の実

装ではセンサに対して1枚の透視投影描画面を割り付け

ることによってセンサのシミュレーションを行っていた

ため、視野角が180度未満に制限されるという問題があ

り、近年安価に利用が可能となってきた周囲360度を一

度に撮影できる全天球カメラや180度以上の計測範囲を

持つセンサのシミュレーションを正しく行うことができ

なかった。そこでセンサ1つに対して複数の仮想的なカ

メラを割り付けてそれらから得られるレンダリング結果

を統合して出力することでこれらの広視野角を持つセン

サのシミュレーションを可能とする拡張を行った。これ

により RICOH THETA のような広視野角カメラ、

Velodyne VLP-16のような広視野角 LRF のシミュレー

ションが可能となった。 

［領 域 名］情報・人間工学   

［キーワード］災害対応ロボット、シミュレータ、 

Choreonoid 

 

［ 研 究 題 目 ］ 革 新 的研 究 開 発 推進 プ ロ グ ラム

（ImPACT）「バイオニックヒューマノ

イド評価法の標準化」 

［研究代表者］鎮西 清行（健康工学研究部門） 

［研究担当者］鎮西 清行、山下 樹里 

（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

本研究課題は、JST 革新的研究開発推進プログラム

（ImPACT）「バイオニックヒューマノイドが拓く新産

業革命」プログラムの一部である。同プログラムではヒ

トや実験動物の代わりとなるセンサ内蔵の精巧な人体ダ

ミー「バイオニックヒューマノイド」を開発し、医療機

器その他の工業製品の開発の際に課題となる主観評価を

定量化して技術を早く社会に届けることを最終目的とし

ている。本研究課題は、バイオニックヒューマノイドに

関する標準化活動を目標としている。ケーススタディを

通してバイオニックヒューマノイドの開発プロセスと仕

様の抽出の方法、妥当性確認の方法を一般化する。 

平成29年度には以下の成果を得た。 

1）経鼻的下垂体アプローチ脳神経外科手術のパフォー

マンス評価手法の開発： 硬膜縫合処理を想定した、

硬膜モデルを追加し、他機関で実施中の手術機器開発

評価のために提供した。また蝶形骨研削の削り心地計

測を再現するため模擬骨の研削実験を行い、

biofidelity に影響する幾つかのファクターを見出した。 

2）国際標準化の検討： ISO/TC 150（Implants for 

surgery）に対して提案を行い、バイニックヒューマ

ノイドを横断的に扱う新 WG を本事業の太田教授

（東北大）を議長として設置する決議を得た。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］医療機器評価用ダミー、手術トレーニン

グ用ダミー、標準化 

 

［研 究 題 目］人工細胞デバイスを活用した高速進化実

験系の開発と臨床診断用スーパー酵素の

創成 

［研究代表者］宮崎 健太郎（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］宮崎 健太郎、森尻 純子、 

田口 しげみ、泊口 菜月 

（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本課題では、産業上有用な臨床診断酵素を、進化分子
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工学的手法により機能改良する。特に、東大野地研究室

が開発する人工細胞リアクタを活用した超並列型スクリ

ーニング行うことを念頭に、種々の変異手法を駆使した

大規模な変異ライブラリーを構築し、スクリーニングに

供する。本課題においては、改変対象酵素（以後 X と

する）の活性を10倍以上向上させることで、本課題で

開発される革新的進化工学技術の有効性を実証するとと

もに、その他の産業用酵素等に適用し、技術の一般化を

図る。これにより、臨床診断分野をはじめ、酵素が活用

されるバイオテクノロジー分野全体の競争力強化につな

げる。 

 酵素 X の進化工学的な改変により活性向上変異体を

取 得 す る た め 、 酵 素 X 遺 伝 子 の Saturation 

mutagenesis ライブラリーを構築した。N 末端より順

次アミノ酸置換を施し、各座位あたり48個ずつの活性

（寒天プレート上での発色）コロニーを拾い、菌体培養、

活性スクリーニングを行い、野生型の2倍以上高活性化

された変異体を同定していった。以下、C 末端まで座位

ごとのスクリーニングを行ない、10以上の高活性変異

体を獲得した。これらの変異の組み合わせライブラリー

を構築し、30倍程度活性の向上下変異酵素を見いだし

た。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］産業用酵素、臨床診断、進化分子工学 

 

［研 究 題 目］リチウムイオン電池向けレーザクリーニ

ング（テーブルトップレーザによる一括

ビーム照射） 

［研究代表者］新納 弘之（機能化学研究部門） 

［研究担当者］新納 弘之（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 ナノ秒パルスを活用する材料表面加工技術における産

業実用化を指向した性能検討の実施として、浜松ホトニ

クス社に設置されている同社のプロジェクト開発機であ

るテーブルトップレーザ装置（小型パワーレーザ）を用

いて、一括ビーム照射下でのレーザクリーニング試験を

行い、産業実用化に向けた具体的な除去性能を明確化し

た。テーブルトップレーザによる一括ビーム照射クリー

ニングについて、パルス幅5.7 ns，1J/パルスのテーブ

ルトップレーザでの除去は H28年度 FS で確認済みであ

り、一括ビーム照射の有効性が認められた。したがっ

て、パルス幅10-40 ns，1J/パルスのテーブルトップレ

ーザ開発機でのレーザクリーニング試験を浜ホト研究所

内で今年度実施し、2つの開発機での比較参照データを

取得した。 

 レーザ照射時の基板表面からの液滴の飛散状況を、接

写型超高速カメラ画像測定によって、レーザ照射現場に

おいて、液滴飛散の動的な挙動を詳細に評価した。照射

実験を行った試料については、産総研つくばセンターに

おいて試料表面の詳細分析を行った。産総研が既保有の

分析評価機器（マイクロ X 線 CT 装置、表面元素分布

マッピング装置、三次元形状評価装置など）を活用する

ことで、レーザ照射後の加工表面の詳細な把握を行っ

た。これらの検討に基づき、コスト、サイズ、除去性能

等について、競合レーザ装置であるハンドヘルドレーザ

との二者間で比較可能な実験データを取得した。 

［領 域 名］材料・化学   

［キーワード］レーザー精密加工技術 

 

［研 究 題 目］ミラー、透明、黒の状態可変技術による

革新的省エネ調光窓の開発 

［研究代表者］吉田 学（フレキシブルエレクトロニク

ス研究センター） 

［研究担当者］吉田 学、植村 聖、渡邉 雄一、 

延島 大樹（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、ミラー、透明、黒の状態可変技術による

革新的省エネ調光窓を実現することを目標としている。

産総研では、特に黒色モードのときの均一性にかかわる

ITO ナノ粒子層の効率的製造方法について検討した。 

 可視光の吸収率は、ITO ナノ粒子層の厚みに依存す

るため膜厚の薄い箇所は、吸収率が低くなる。一方、膜

厚の厚い箇所は、析出する銀量が多いため、銀溶解に要

する時間が長くなる。このようなことから膜厚が面内で

不均一である場合、銀析出の際には吸収率のムラ、銀溶

解時には溶解時間差のムラが、見た目のムラとして認識

されるため、均一な膜形成が必要である。均一な膜形成

方法として、狙い膜厚が100 nm 以下であること、使用

する塗布液の粘度が比較的低粘度であることを考慮し、

スプレーコート方式を選定した。この方式で ITO ナノ

粒子の濃度、塗布量、溶媒種等を評価し、適切な粒子濃

度、適切な塗布量を決定した。平成29年度の結果とし

ては、スプレーコート法を用いることにより、膜厚ばら

つきを±15 %以下まで低減し、光の吸収率として86 %

という高い値を達成した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］エレクトロクロミック・省エネ窓 

 

［研 究 題 目］ミラー、透明、黒の状態可変技術による

革新的省エネ調光窓の開発 

［研究代表者］渡邉 雄一（フレキシブルエレクトロニ

クス研究センター） 

［研究担当者］渡邉 雄一、吉田 学、延島 大樹 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

家庭・業務部門の消費電力低減は、社会の大きな課題

である。特にエアコン等の空調にかかる消費電力低減が

必要であり、屋外と室内とで最も熱の出入りが多い窓に

対し、夏の強い日射は反射し、その他の季節では室内に

日射を取り入れられる省エネ可能な調光窓が求められて
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いる。本研究では、このような調光窓の実現にミラーと

黒と透明を可変できる銀析出型エレクトロクロミックデ

バイス技術を応用し、実用化に向けた開発を行っている。 

当センターでは、本デバイスの1 m 角以上の大型化に

向け、印刷・塗布プロセスを用いた低コスト製造プロセ

スを開発している。平成29年度は、本調光デバイスの

光学制御に必要な構成部材の1つである導電性ナノ粒子

薄膜を、大面積透明電極基板上に厚さムラなく均一に塗

布製膜する技術開発に取り組んだ。ナノ粒子薄膜の膜厚

が面内で不均一である場合、薄膜上での銀析出の際には

吸収率のムラ、銀溶解時には溶解時間差のムラが、見た

目のムラとして認識されるため、均一な膜形成が必要で

ある。 

導電性ナノ粒子薄膜の狙い膜厚が100 nm 以下と薄く、

使用する粒子分散液の粘度が低いことから、塗布製膜方

式としてスプレーコート方式を選定した。種々の検討の

結果、粒径約100 nm の粒子を10 cm 角基板上にほぼ隙

間なく単層で、視覚的なムラなく均一製膜することに成

功した。本ナノ粒子薄膜を用いた調光デバイスは、ナノ

粒子薄膜が非常に薄いため透明状態の透過率減衰もほと

んどなく、銀析出時の着色にも視覚的ムラは無く光学吸

収率86 %を得られ、調光窓としての実用化に向け十分

な性能を達成した。現在は他の構成部材の製造プロセス

開発に取り組んでいる。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］エレクトロクロミック・省エネ窓 

 

［研 究 題 目］プラスチック基材への常温セラミックコ

ーティング法の開発 

［研究代表者］野田 浩章（先進コーティング技術研究

センター） 

［研究担当者］野田 浩章、明渡 純 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、これまで基礎開発してきたプラスチック

基材へのエアロゾルデポジション（AD）法に、特定の

中間膜を介したセラミック積層体の特性向上と用途開発

を目的とする。セラミック原料には、アルミナをこれま

での研究実績、透明性や硬度とコストのバランスから主

たる原料として選択している。中間膜として用いる有機

無機ハイブリッド材料は、本研究企業の荒川化学工業株

式会社が合成技術と基本特許を有した材料を用いている。 

向上を目指す特性として、想定される出口アプリケーシ

ョンに多く挙げられている積層体の硬度特性（鉛筆硬

度・耐傷性など）やヘーズ（濁度）値に代表される光学

特性があげられる。上記硬度特性やヘーズ特性の向上の

ためにはセラミック層を緻密にするための取り組みが必

要であり、原料粉のアルミナの物理特性や、AD 法にお

ける粉を吹き付ける条件、中間膜の膜設計、及びシミュ

レーションによる応力解析等により、プラスチックのよ

うな柔らかい基材上においてもヘーズ値を数%オーダー

まで下げることに成功した。引き続き、上記特性向上を

目指しつつ、市場調査や企業との連携活動により用途の

絞り込みを行っていく。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］エアロゾルデポジション法、プラスチッ

ク、セラミックコーティング、 

有機無機ハイブリッド材料、中間膜、ヘ

ーズ特性、硬度特性、用途開発 

 

［研 究 題 目］アンモニア内燃機関の技術開発 

［研究代表者］壹岐 典彦（再生可能エネルギー研究セ

ンター） 

［研究担当者］壹岐 典彦、倉田 修、辻村 拓、 

小島 宏一、松沼 孝幸、井上 貴博、

鈴木 雅人、古谷 博秀、藤谷 忠博、

SULTANA ASIMA、高橋 厚、 

中村 功、井村 公二、岡田 孝、 

小宮 孝司、片岡 照貴、矢作 誠治、

佐藤 直子、金澤 翔一 

（常勤職員12名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

 アンモニアは、肥料原料や汎用化学品原料として大量

に使用されている。沸点が－33 ℃で水素と比較して容

易に液化でき、輸送・貯蔵技術が十分に整備されており、

次世代の低炭素社会を担うエネルギーキャリアとしての

可能性を十分に秘めている。エネルギー消費地における

水素への変換、燃料電池デバイス、燃焼などアンモニア

の利用技術が確立されることにより、アンモニアをエネ

ルギーキャリアとする社会が構築される。その中でアン

モニアを燃料とした内燃機関の燃焼技術の開発を担当し

ている。ガスタービンやレシプロエンジンなどの実用燃

焼器においてこれらの技術課題を解決するために、燃焼

器の改良を進め、新燃焼コンセプトの実現可能性を検証

する研究開発に取り組んでいる。平成29年度は、リッ

チリーン燃焼方式をガスタービン燃焼器に適用して排出

NOx を低減することを目的として、部分的に形状を変

更したガスタービン燃焼器について燃焼器テストリグを

用いた燃焼試験を実施した。その結果、リッチリーン燃

焼方式用に改造することで、NOx 排出を半分以下にで

きることを確認した。その知見を踏まえて東北大学、ト

ヨタタービンアンドシステムと共同で低 NOx 燃焼器の

開発を進め、試作した低 NOx 燃焼器を用いて、アンモ

ニア専焼条件でガスタービン発電試験を行い、排出

NOx をさらに低減できることを確認した。また、脱硝

装置を小型化するために、新型脱硝触媒の開発に着手し、

従来の触媒に比べて2～3倍の活性を持つ触媒の調整に

成功した。アンモニアを燃料とするレシプロエンジンに

おける未燃燃料排出要因を解明するために、燃焼後の膨

張行程におけるアンモニア再生成の可能性と壁面消炎に
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よる未燃分生成について検討した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］エネルギーキャリア、アンモニア直接燃

焼、内燃機関、ガスタービン、実証試験、

燃焼モデル、脱硝触媒 

 

［研 究 題 目］アンモニア合成触媒の開発・評価 

［研究代表者］高木 英行（創エネルギー研究部門） 

［研究担当者］高木 英行、望月 剛久、陳 仕元、 

西 政康、山本 恭世、井元 清明 

（創エネルギー研究部門）、 

難波 哲哉、松本 秀行、 

Javaid Rahat、眞中 雄一 

（再生可能エネルギー研究センター）、

金 賢夏（環境管理研究部門）、 

藤谷 忠博 

（触媒化学融合研究センター）、 

工藤 祐揮、北川 直美、 

安斎 由理恵（安全科学研究部門） 

（常勤職員11名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 本開発では、再生可能エネルギーあるいは化石燃料由

来の CO2フリー水素を用いて、エネルギーキャリアで

あるアンモニアの製造システム開発を目指すものである。

本プロセスの開発における課題は、主に「低温で高活性

なアンモニア合成触媒の開発」、「変動への対応」、「アン

モニア合成プロセスの最適化」、「AATG プロセスを用

いたアンモニアチェーンの検討」、「アンモニア合成の実

証試験」、「アンモニアを中心としたエネルギーキャリア

の実用化調査」、「アンモニアチェーンの社会導入に向け

た実証検討」の7点であり、産業技術総合研究所では、

「アンモニア合成触媒の開発・評価」、「アンモニア合成

の実証試験」および「アンモニアを中心としたエネルギ

ーキャリアの実用化調査」を実施した。 

「アンモニア合成触媒の開発・評価」について、酸化

物担持 Ru 触媒の高活性化を目指して、速度論解析、担

体種および Ru 種による活性と触媒物性への影響を検討

するとともに、前処理による活性への影響を検討し、有

益な知見を得た。また、実証プラントに充填する酸化物

担持 Ru 触媒に対して、プラント運転条件を想定した活

性マッピング測定を行い、実証試験に必要なデータを得

た。 

炭素担体を用いた触媒については、比表面積の異なる

メソポーラスカーボン（MPC）および活性炭（AC）を

担体として用いた触媒を調製し、アンモニア合成の触媒

活性の評価を行った。比表面積がほぼ同じ MPC および

AC 表面上の Ru の担持状態を比較すると、反応前はど

ちらも約2 nm の粒子が分散した状態にあり、MPC で

は反応後も粒子サイズがほぼ変わらないのに対し、AC

表面上の Ru は粒子サイズが著しく増加することがわか

った。また、MPC を担体とする触媒が、AC を担体と

する触媒に比べ低温で高い活性を発現することが明らか

になった。特に1800 ℃で焼成した MPC を担体とした

触媒が高い活性を発現することがわかり、炭素材料の表

面状態や細孔構造が活性に影響することを示唆する結果

を得た。 

「アンモニア合成の実証試験」について、実証試験用

装置の建設が完了し、種々の点検・手続きを行った。ま

た、試運転を行い、装置が正常に動作することを確認す

るとともに、液体アンモニアの製造を確認した。 

「アンモニアを中心としたエネルギーキャリアの実用

化調査」について、アンモニア混焼・専焼発電からのラ

イフサイクル CO2排出量を、アンモニアサプライチェ

ーンおよび発電の各プロセスへの投入物量と、これらに

対応する CO2排出原単位を用いて算出し、石炭火力・

LNG 火力からの排出量と比較を行った。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］アンモニア、CO2フリー水素、触媒開発、

活性評価、実証試験、ライフサイクル評

価 

 

［研 究 題 目］有機ハイドライド向け実用型炭素膜の開

発と膜分離システム設計 

［研究代表者］吉宗 美紀（化学プロセス研究部門） 

［研究担当者］吉宗 美紀、原 伸生、根岸 秀之、 

山木 雄大、穐吉 紀子、荒井 陽子、

原谷 賢治（常勤職員4名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、メチルシクロヘキサン－トルエン系有機

ハイドライドを用いた水素ステーション用脱水素システ

ム技術の実用化を目的とする。脱水素システムを構成す

る低コスト水素精製技術の開発に関連して、新規水素分

離膜としての実用型炭素膜の開発と要求仕様を達成する

効率的な水素精製が可能となる膜分離システムの設計を

担当した。 

 実用型炭素膜の開発では、開発した高性能炭素膜の高

い水素選択性と長期安定性を維持したまま、水素透過速

度の向上を検討した。その結果、不融化条件の最適化お

よび炭素膜の前駆体ポリマーに架橋剤を添加することが

有効であることを見出し、水素／トルエン混合ガス条件

下で昨年度に比べて10 %の水素透過速度の向上を達成

した。この炭素膜は、目標値以上の水素透過速度および

精製水素中炭化水素濃度2 ppm 以下（C1換算）の分離

性能を1000時間にわたって安定に維持できることを確

認した。 

 膜分離システム設計では、メチルシクロヘキサンの脱

水素反応後の気液分離工程を経た水素／トルエン混合ガ

スから炭素膜を用いて分離し、水素を精製するシステム

について、昨年度検討したマルチモジュールシステムを

基に水素精製量300 Nm3/h の膜分離システムの設計計
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算を行った。その結果、FCV 用水素規格を満足する水

素純度を達成するために必要な膜性能とモジュール本数

を明らかにした。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］水素、有機ハイドライド、炭素膜 

 

［研 究 題 目］水素エンジン燃焼技術 

［研究代表者］辻村 拓（再生可能エネルギー研究セン

ター） 

［研究担当者］辻村 拓、古谷 博秀、小島 宏一、 

Dimitriou Pavlos 

（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、液体水素による水素発電用あるいは運搬船

用の大型エンジンシステムの研究開発を行い、高効率・

クリーンな水素利用技術の確立を目指すものである。研

究目標としては、エンジン単体熱効率50 %以上（大型

エンジン換算）、窒素酸化物200 ppm（排出ガス中酸素

濃度：0 %）の同時達成を掲げる。研究計画では、大型

水素エンジンの特性を予測するため、臨界速度で噴出す

る水素噴流の発達特性、詳細化学反応を用いる燃焼速度

計算等を多次元エンジンシミュレーションに導入し、水

素濃度や燃焼速度を定量的に計算することができた。ま

た共同参画機関が開発する各要素技術等を採用してオー

プンサイクル型直接噴射式水素エンジンのモデル試験を

実施した。モデル試験では、水素の優れた燃焼特性を最

大限に引き出す工夫を施すことで、極低 NOx と高熱効

率を両立することに成功し、研究計画を前倒して目標値

を達成した。また耐ノッキングの改善等も加わり、水素

エンジンとしては世界最高水準のトルクを発生させるこ

とに成功した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］液体水素、水素発電、大型エンジン、燃

焼技術 

 

［研 究 題 目］エネルギーキャリアに関するステーショ

ンとその周辺に対するリスク評価手法開

発と社会受容性調査 

［研究代表者］恒見 清孝（安全科学研究部門） 

［研究担当者］恒見 清孝、久保田 士郎、和田 有司、

佐分利 禎、小野 恭子、牧野 良次、

吉田 喜久雄、川本 朱美、吉田 愛、

木原 武弘、加藤 悦子 

（常勤職員6名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

概 要： 

 エネルギーキャリアに関するステーションとその周辺

に対するリスク評価手法の開発の成果として、平成29

年度は、発生確率解析、ハザード評価、脆弱性推定、被

害・リスク評価、安全要件の検討のそれぞれに関して、

確立した手順をもとに水素ステーションのスクリーニン

グ評価及び詳細リスク評価を実施し、リスク評価書の暫

定版を作成した。 

（1）発生確率解析 

 有機ハイドライド型水素ステーション特有の事象

の解析に必要な着火率等のデータ調査を行った。詳

細リスク評価に必要な発災事象についてイベントツ

リー解析を行い、各発災事象の確率を推定した。ま

た、漏洩箇所毎の漏洩量を算出した。 

（2）ハザード評価  

 有機ハイドライド型水素ステーション固有のハザ

ード評価を行い、イベントツリー解析結果にもとづ

く火炎温度分布の時間履歴等を計算した。また、急

性影響評価ツールに大気安定度出現頻度や建物ダウ

ンウォッシュの計算モジュールを追加し、メチルシ

クロヘキサン（MCH）等の大気中濃度分布の推定精

度向上を実現した。 

（3）脆弱性推定 

 爆風による建物影響に関する被害関数についてお

およそ確定した。また、MCH の慢性腎臓影響のヒ

ト無害性濃度を改定するとともに、急性健康影響に

関する有害性評価指針を作成した。 

（4）被害・リスク評価 

 水素漏洩シナリオ別のスクリーニング評価を実施

し、症状ごとに質調整生存年数（QALY）損失でリ

スク評価を比較した結果、熱放射に伴う火傷の死傷

リスクが大きいことを明らかにした。また、ディス

ペンサー周辺の詳細リスク評価を実施し、リスク許

容レベルに応じた離隔距離を算出した。さらに、リ

スク評価書の暫定版を作成した。 

（5）安全要件の検討 

 リスクデータを提示した対面式での社会受容性調

査を実施し、自分の家の隣に水素ステーションが建

設されることを想定した場合、リスク情報を含めた

情報提供が受容性を向上させるという結果を得た。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］水素、エネルギーキャリア、リスク評価、

社会受容性 

 

［研 究 題 目］ディーゼル噴霧におけるノズル内部・近

傍流動の先進光学計測 

［研究代表者］文 石洙（省エネルギー研究部門） 

［研究担当者］黄 魏迪、文 石洙、小熊 光晴、 

Raditya Hendra Pratama 

（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

次世代エンジンの熱効率50 %実現に向けた、｢燃焼速

度および燃焼域制御による等容度向上｣、｢コンパクトな

火炎形成による熱損失低減｣を実現するためには、高精

度の混合気制御を可能とする革新的な噴射技術の導入が
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要求される。エンジン内の混合気制御を目標とした多段

噴射などの従来の噴射技術は、各段の噴射における噴射

圧力や噴射弁挙動の制御性能が十分ではない。本事業で

は、混合気の制御性能を更に高める手段として、可変噴

射率噴射と超高圧噴射を組み合わせる新たな噴射制御戦

略を適用し、それに関する詳細解析を行う。X 線噴霧計

測を行い、様々なノズル仕様、噴射圧力、可変噴射パタ

ーンがノズル内部流れから下流の混合気形成までの一連

の過程におよぼす影響を解明し、その結果を元に、今後

の噴射系に必要な性能・機能を明らかにすると同時にエ

ンジン数値解析の精度を高めることを目指している。 

5年課題の4年目である平成29年度には、平成27年度

と28年度に提案した噴射速度および噴霧基部角モデル

の妥当性を様々なノズル（G4S-小径7噴孔、G3P-7噴孔

など）の噴霧計測結果を用いて検討し、モデル案を改良

し、MATLAB によりベースモデルを作成した。同時に、

京都大学と共同し、これまで構築したモデルらを3D-

CFD ツール（Fire など）および1次元エンジン燃焼解

析ツール（GT-Power など）のサブモデルとして組み込

み、シミュレーションの精度向上に貢献した。また、過

渡噴射条件がノズル近傍の流動分裂長さに及ぼす影響に

ついて調べ、噴霧分裂画像及びダイナミクス結果から分

裂長さを定義し、モデル案を作成した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］革新燃焼技術、燃焼制御、超高圧噴射、

可変噴射率噴射、X 線噴霧計測 

 

［研 究 題 目］誘電体バリア放電を用いた予混合気の燃

焼促進法の開発 

［研究代表者］高橋 栄一（省エネルギー研究部門） 

［研究担当者］高橋 栄一、浅川 大樹、齋藤 直昭、 

瀬川 武彦、倉持 晃、広津 敏博 

（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

自動車用エンジンの熱効率の革新的な向上のためには

希薄燃焼の実現を含め、各種損失の削減など、総合的な

取り組みが不可欠と考えられている。本研究では、その

中でも希薄化に伴う予混合気の着火性の悪化、燃焼速度

の減少に対処するために、近年注目されている非熱プラ

ズマによる燃焼支援技術の一つとして、誘電体バリア放

電による燃焼促進技術の開発を目指している。非熱プラ

ズマは従来のスパーク放電の様な熱を利用するプラズマ

に比べて高いエネルギーの電子成分を有し、従来の燃焼

における化学反応経路とは異なった反応を実現できる可

能性を有している。本研究では様々な非熱プラズマ生成

技術の中で耐久性の高い誘電体バリア放電に着目した。

本年度はプラズマの燃焼促進効果を誘電体バリア放電プ

ラグを産総研のエンジン及び SIP 熱効率検証用エンジ

ンに取り付け実機で示すとともに、その反応メカニズム

の解明に関してフラグメントフリーな質量分析を用いて

分析した。その計測結果を量子化学計算と火炎伝播シミ

ュレーションに基づき考察することによって火炎伝播促

進効果はハイドロパーオキサイドの形成による可能性を

見出した。 

［領 域 名］エネルギー・環境   

［キーワード］希薄燃焼、EGR、誘電体バリア放電 

 

［研 究 題 目］微細加工施設及び陽電子施設を中心とし

た先端計測技術開発と拠点形成、構造材

料の未活用情報を取得する先端計測技術

開発 

［研究代表者］大久保 雅隆（ナノエレクトロニクス研

究部門） 

［研究担当者］大久保 雅隆、阿部 冨士雄、 

阿部 勝正、徳丸 朋子、李 志遠、 

王 慶華、寺崎 正、名越 貴志、 

佐野 しのぶ、Paul Fons、浮辺 雅宏、

藤井 剛、志岐 成友、井藤 浩志、 

大島 永康、Brian O'Rourke、 

Mao Wenfeng、石橋 章司、 

原田 祥久、村上 敬、谷川 晴通、 

仙田 知也（常勤職員15名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 戦略的イノベーション創造プログラ（SIP）革新的構

造材料の一翼を担う先端計測拠点は、従来の計測分析装

置では対応しきれない、未活用情報（材料開発において

まだ活用されていない材料情報）を取得して、材料イノ

ベーションを創出することを目標とする。TIA オープ

ンイノベーション拠点が有する先端計測装置や、自主開

発の先端計測分析技術など、企業単独では保有するこが

難しい先端計測分析技術を駆使して未活用情報を取得

し、き裂発生前の前駆段階の検知とそれからの寿命予

測、劣化メカニズム解明などに貢献する。国際連携を促

進し、国内だけでなく海外市場で必要とされているパフ

ォーマンスの把握や、それを実現するための手法を提案

し、日本製品の世界シェア拡大に貢献する。 

 プロジェクト前半のステージ1では、材料開発におい

て従来技術では取得できなかった材料情報を先端計測で

取得し、材料開発側に提供してきたが、H29年度は、後

半のステージ２：顕在化していない未活用の発見と位置

付けて、前半で整備した先端計測装置により、サブナノ

スケールから主翼サイズをカバーする計測に、マイクロ

秒の時間軸を追加して、マルチスケール多次元先端計測

技術群を有する先端計測拠点に発展させた。例えば、何

の前触れも示さず疲労破壊する樹脂については、陽電子

消滅で測定した分子鎖間のナノ空隙（自由体積）を測定

することにより寿命予測法確立の可能性を見出した。ま

た、20マイクロ秒の時間分解能で航空機の主翼等に使

われる炭素繊維強化プラスチック（CFRP）が破壊する

ときの炭素繊維に掛かる応力分布のダイナミックな変化
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をイメージングすることに成功した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］構造材料、先端計測、国際連携、モアレ、

応力発光、超伝導、陽電子、寿命予測 

 

［研 究 題 目］人と知能機械との協奏メカニズム解明と

協奏価値に基づく新しい社会システムを

構築するための基盤技術の創出に関する

国立研究開発法人産業技術総合研究所に

よる研究開発 

［研究代表者］持丸 正明（人間情報研究部門） 

［研究担当者］持丸 正明、蔵田 武志、竹中 毅、 

大隈 隆史、小林 吉之、佐藤 洋、 

一刈 良介（以上、人間情報研究部門）、 

大西 正輝（人工知能研究センター）、 

小峰 秀彦、木村 健太（以上、自動車

ヒューマンファクター研究センター） 

（常勤職員9名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 人間の行動は様々な要因に影響を受け変化する。その

変化をそれぞれの場に適応した望ましい方向に導くこと

ができれば、業務最適化を達成する従業員の執務行動の

変化や生活者の健康行動誘発など、人の「行動変容」を

実現することができる。本テーマでは「協奏技術」が適

用されるサービス現場や生活現場において、それぞれの

技術が人の「行動変容」をどの程度生み出したか、つま

りどの程度「協奏効果」があったのかを定量的に評価す

る技術を開発することを目標とする。 

H29年度は、外食、物流、オフィス、計3箇所の実現

場において H28年度に引き続き計測を行い、協奏効果

の定量化試行に向けた課題やオープンデータ整備の方向

性について検討した。 

外食サービス現場では、厨房業務の平準化のために、

受注業務と計画業務をエリアで明確に分けるという介入

施策を実施し、従業員の行動変容の計測・分析を進めて

いる。エリアごとの滞在時間、移動距離、実働時間など

多様な指標で定量的に行動データを比較し、行動変容の

定量化を進めている。また、店舗エリアに料理運搬用ロ

ボットを導入するという介入施策を実施し、同様に従業

員の行動変容の計測・分析を進めている。 

物流倉庫では、H28年度に計測したピッキング業務中

の従業員13名の約4時間の動線を PDR（Pedestrian 

Dead Reckoning）、WMS（Warehouse Management 

System）、BLE（Bluetooth Low Energy）の統合によ

り分析するとともに、オープンデータ化しセンシング技

術の性能評価コンテスト PDR Challenge in Warehouse 

Picking を実施した。 

オフィスでは、共有スペースに複数台の RGB-D

（RGB and Depth）カメラを設置し、ミーティングス

ペースや本棚、個人の作業スペースなどオフィス空間の

使われ方を長期間にわたって計測し、何人で何分コミュ

ニケーションをとっているかを可視化した。これにより、

現在の観測結果からは30～60分のコミュニケーション

が多いこと、コミュニケーションの総量としてはほとん

ど変化していないこと、情報が得られる場の利用につい

ては15時頃の利用が多いこと、長期間で見ると利用者

が増加傾向にあることなどを明らかにすることができた。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］行動変容、行動計測、サービス工学、協

奏技術 

 

［研 究 題 目］感性とデジタル製造を直結し、生活者の

創造性を拡張するファブ地球社会創造拠

点 

［研究代表者］江渡 浩一郎（知能システム研究部門） 

［研究担当者］江渡 浩一郎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 感性とデジタル製造が直結し、生活者の創造性が拡張

されるファブ地球社会の実現を目指す。ファブ地球社会

とは、必要とする全ての人が、自らの感性に基づいて欲

しいモノや必要なモノを可視化・デザイン・創作するこ

とができる個人の多様性を尊重した社会であり、そのた

めに必要な工夫やノウハウを、インターネットを通じて

流通・共有することで、自己充実感や成長感、達成感、

連帯感に満ちた生活を送ることができる持続可能な社会

である。 

 産総研は慶應義塾大学と共に研究課題「共創型の社会

展開と普及・啓蒙」を担当したが、その中で特に、共創

型イノベーションを実現するための手法の体系化を目標

とした。スタートアップ創出を目的とする場（アクセラ

レータ、インキュベーション施設、社会実装の制度設計、

地域共創など）の構築にアクションリサーチとして参画

し、そこから知見を抽出し、方法論としてまとめた。特

に、COI 構造化チームメンバーの若手担当リーダーと

して若手部会を開催し、そこから COI に参加する若手

人材の活動を支援する取り組みを行った。また、共創型

のイノベーションプロセスにおいては、イノベーション

を実際に行おうとする人々を外部から支える「アクセラ

レータ」や、イノベーションを促進するインキュベーシ

ョン施設などの外部環境が重要であり、そのような環境

を調査した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］イノベーション、共創型イノベーション、

共創的科学技術イノベーション、共創プ

ラットフォーム 

 

［研 究 題 目］戦略的創造研究推進事業 先端的低炭素

化技術開発／リチウム空気二次電池の基

盤技術開発／セラミックスセパレータ技

術の開発 
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［研究代表者］藤代 芳伸（無機機能材料研究部門） 

［研究担当者］藤代 芳伸、濱本 孝一、山口 十志明、

山口 祐貴（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 酸化物型バルク全固体電池の実現のために、電極／固

体電解質の界面における低抵抗化と界面面積の増大を実

現する、部素材および製造技術の確立が重要な課題とな

っている。これまでに高リチウムイオン伝導性を有する

セラミック固体電解質の製造プロセス技術に関する研究

を行い、従来よりも低温で焼結が可能な LTAP 系電解

質基板の製造プロセス技術を開発している。この技術を

応用し、従来よりも更に低温で電極／固体電解質の界面

形成が可能な酸化物型全固体電池用固体電解質および電

極部材の検討を行った。今年度は650 ℃以下での焼結

が可能な酸化物系固体電解質および電極の合成技術の確

立と、良好な電極／固体電解質界面形成技術の実現を目

的とした。既に開発している高いリチウムイオン伝導性

を有する LTAP（Li1+x+yTi2-xAlxSiyP3-yO12）固体電解質

セラミックスシートと正極活物質材料について、更なる

低温焼結化の検討を行った結果、従来よりも低い温度で

焼結可能な電極及び電解質材料を開発した。これを用い

て良好な電極／電解質界面の形成を検討し、酸化物型全

固体半電池を作製した。作製した半電池の動作の可能性

について試験を行った結果、室温で充放電の動作が可能

であることを確認した。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］次世代蓄電池、セラミックス電解質、電

気化学、エネルギー部材製造技術 

 

［研 究 題 目］戦略的創造研究推進事業 チーム型研究

／新規固体酸化物形共電解反応セルを用

いた革新的エネルギーキャリア合成技術

（キャリアファーム共電解技術）の開発 

［研究代表者］藤代 芳伸（無機機能材料研究部門） 

［研究担当者］藤代 芳伸、山口 十志明、島田 寛之、

嘉藤 徹、門馬 昭彦、田中 洋平、 

堀田 照久、山地 克彦、岸本 治夫、

Katherine Develos Bagarinao、 

石山 智大（省エネルギー研究部門）、 

熱海 良輔（再生可能エネルギー研究セ

ンター）、倉本 浩司、劉 彦勇（創エ

ネルギー研究部門）（常勤職員14名） 

［研 究 内 容］ 

H28年度までの研究で、Ni サーメット電極上での電

圧印加によるメタネーションもしくは逆シフト反応の非

ファラデー的な反応促進効果が現れることを示してきた。

平成29年度は、Ni サーメット電極上での反応機構（電

気化学的触媒アシスト効果）の解明に取り組んだ。YSZ

基板上にスパッタ成膜した Ni 薄膜の外周部をモデル三

相界面として取り扱い、この三相界面を含む境界領域に

ついて、環境型走査型プローブ顕微鏡による Operando

測定を行った結果、界面領域に電位変化があることを観

察することができ、本手法により反応場領域を直接観察

できることを明らかにした。 

また、100 W 級の共電解セル・スタックを試作し、

電圧－電流特性等を測定した結果、700 ℃、熱中性電

圧で水蒸気と二酸化炭素の利用率（電解率）が実用水準

の78 %に達するとともに、700-750 ℃では120 W 以上

での電解に成功した。また、これまでに開発した精密計

測技術を用いて、試作スタック試験時の負極生成ガス組

成を測定した結果、単セル時よりも多いガスリークを観

測し、水素濃度は平衡組成より20ポイントほど低い結

果となり、ガスシール技術の向上が実用化に向けての課

題であると判明した。次に、電解スタックの性能向上を

検討した結果、セル直列数を現状の3から5セル程度に

することにより、入力電力を5 %削減できることが分か

った。さらに、共電解反応のメリットを検討した結果、

8気圧程度に加圧できれば、電解セル内でも一部メタン

が生成し熱中性電圧・直流入力を低減でき、理想的な熱

交換の場合、常圧より7ポイント高い、95 %程度のシス

テム効率（HHV）が期待できることが判明した。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］セラミック、共電解、水蒸気-CO2、電

気化学的触媒アシスト効果 

 

［研 究 題 目］カルノー効率の60 %に達する廃熱回生

熱音響システム／熱音響機関の音場制御

とエネルギ変換の実測 

［研究代表者］安井 久一（無機機能材料研究部門） 

［研究担当者］安井 久一（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

工場等の廃熱を利用して発電や冷却を行う熱音響エン

ジンの実用化にとって、その高効率化が求められている

が、それを阻害する要因の一つが、熱音響エンジン内に

発生する気体の流れである音響流である。熱音響エンジ

ンの太い管の部分に関しては、すでに幾つかの研究グル

ープが、実験により音響流の流速分布を調べている。し

かしながら、熱から音へのエネルギー変換を担うスタッ

クの細管内は、実験で音響流を測定することは、非常に

困難である。固定点での平均速度を表すオイラー速度は、

レーザードップラー振動計で測定できるので、スタック

の細管の入り口、または出口付近でも測定可能だが、流

体粒子の運動に沿ったラグランジュ速度の平均値は、粒

子画像流速測定法（PIV）で測定する必要があり、スタ

ック細管内では測定が難しい。本研究では、流体粒子の

運動を追尾するラグランジュ描像に基づいた理論モデル

による数値シミュレーションによりストークス・ドリフ

ト速度を計算し、実験で求めたオイラー速度に加えるこ

とで、ラグランジュ速度、すなわち物質移動速度である

音響流速度を求める方法を考案した。数値シミュレーシ
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ョンの結果、ストークス・ドリフト速度が、オイラー速

度を超えることも有ることが分かった。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］熱音響、廃熱利用、水蒸気 

 

［研 究 題 目］耐熱性－アルミナを用いた高性能 Ni 触
媒の開発応用 

［研究代表者］尾崎 利彦（無機機能材料研究部門） 

［研究担当者］尾崎 利彦（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 近年開発・改良されてきた燃料電池自動車や家庭用燃

料電池システムでは、水素を製造する触媒としてルテニ

ウムが使用されているが、その産出量は極めて少ない。

ルテニウム触媒は低 S/C 比で改質オペレーションが可

能で、また反応中の炭素析出も少ないなど、優れた触媒

性能を有する。このため将来の水素社会に向けての大量

使用が予想され、その使用量削減を目指した技術開発は

重要である。本研究開発では、低コストな高性能ニッケ

ル触媒を開発して高価な貴金属触媒の代替を進め、水素

製造コストを低減することを目的とした。 

 ニッケル触媒は従来、硝酸ニッケルなどのニッケル化

合物の水溶液にアルミナなどの耐熱性担体を含浸し、乾

燥、焼成、還元等を経て作製される。安価かつ迅速な作

製方法であるが、担体上にニッケルが凝集するなどの欠

点があり、改良が求められていた。本研究では、化学修

飾技術の適用と担持プロセス技術の改善によりアルミナ

上のニッケル分散性を改善した。本開発触媒を用いるこ

とにより、改質中の炭素析出を抑制させることができた。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］改質触媒、白金族低減、アルミナ 

 

［研 究 題 目］ナノブロック高次秩序化による配向性ナ

ノ構造体の開発と表面ドーピングによる

高機能化 

［研究代表者］増田 佳丈（無機機能材料研究部門） 

［研究担当者］増田 佳丈、伊豆 典哉 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

基材投影面積の100倍以上の表面積を実現した。具体

的には、酸化スズナノ構造体と PET フィルムからなる

構造体において、基材投影面積の265倍を実現した。酸

化スズナノ構造体と銅箔からなる構造体において、基材

投影面積の237倍を実現した。これらについて特許出願

を行った。センサ電極向け2次元シート集積型ナノ構造

体の開発を行い、メタンに対し、水素中での抵抗変化値

にて、98倍を達成した。（詳細条件：酸化スズナノシー

ト型センサ、10 m 電極、合成時間6時間）また、酸化

スズナノシート型センサ（5 m 電極、合成時間6時

間）にて、92倍を達成した。酸化スズナノシート型セ

ンサ（5 m 電極、合成時間2時間）にて、59倍を達成

した。酸化スズナノシート型センサ（5 m 電極、合成

時間0.5時間）にて、46倍を達成した。これらについて

特許出願を行った。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］ナノ構造体、ナノブロック、表面ドーピ

ング 

 

［研 究 題 目］単結晶ナノキューブの自己組織化を利用

した新成形技術の開発 

［研究代表者］三村 憲一（無機機能材料研究部門） 

［研究担当者］三村 憲一、髙田 瑶子、劉 崢、 

安井 久一、加藤 一実 

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

本研究開発では、革新的誘電性能を示すチタン酸バリ

ウム単結晶ナノキューブについて、自己組織化挙動の最

適化により、塗布、印刷成形技術等への適用を検討し、

大面積かつ高規則配列の三次元ナノ構造体を形成するこ

とを目的としている。本年度は、チタン酸バリウムナノ

キューブ（BT NC）の形状解析に基づく自己組織化因

子の定量化、印刷技術を用いた BT NC 三次元集積化技

術の基礎的検討、ギブス関数の計算を用いた界面形成に

よる誘電特性制御メカニズムの解明を検討した。BT 

NC をディップコートにより三次元集積し、配列度合い

を走査型電子顕微鏡（SEM）写真の FFT パターンから

判定した。同時に、同分散液を透過電子顕微鏡

（TEM）による微構造観察、動的光散乱（DLS）によ

る粒度分布測定を行い、立方体の角の欠け具合を形状因

子として定義した。その結果、DLS および TEM にお

けるサイズ分布の相対標準偏差が約10 %、形状因子の

平均が0.9以上になると規則配列が可能であることが明

らかになった。一方、同様のサイズ分布を有していても、

形状因子が0.7程度になると面同士を合わせた配列が困

難になることも明らかとなった。さらに、BT NC 分散

液をグラビア印刷によりフィルム上へ塗布・乾燥条件の

制御を行うことにより、大面積集積体作製のための指針

が得られ、特に、高濃度分散液の調製や乾燥速度の精密

制御などの課題が抽出された。また、BT NC 規則配列

集積体のギブス関数を計算することにより、ナノキュー

ブ間の微小ねじれ角から生じる歪みにより強誘電－常誘

電相転移点が低温シフトすることが明示された。また、

角度分布を有する構造では、相転移に伴う誘電率の温度

変化がブロード化され、実際のサンプルと傾向が一致し

た。これにより、ナノキューブ集積体の特異な性質の起

源について理解を深化することができた。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］ナノクリスタル、自己組織化、界面制御、

セラミック膜形成プロセス 

 

［研 究 題 目］レイヤード結晶シェルによる“単一結晶
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面粒子”の創製とその超精密機能化 

［研究代表者］永田 夫久江（無機機能材料研究部門） 

［研究担当者］永田 夫久江、宮島 達也（構造材料研

究部門）（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、1つの結晶面しか持たない“単一結晶面

粒子”を創製し、革新的なセラミックス機能制御プロセ

スを開発することを目的としている。従来の概念では、

セラミック粒子には複数の結晶面が存在する。これに対

し本研究では、有機・セラミックスの共創により“単一

結晶面粒子”の合成を試みる。結晶面は機能と直結する

ため、究極の単一機能を有する粒子が得られ、その3次

元構造化により超精密機能化を実現するという革新的な

プロセスの確立を目指す。これまでに、高分子を核（コ

ア）とし、セラミックスを殻（シェル）とするコアシェ

ル粒子を用いて“単一結晶面粒子”を合成した。生物が

貝殻など硬組織を形成する時と同様に、無機有機界面で

の相互作用を利用する手法で3次元複合構造を形成した

ものであり、界面活性剤を用いずに常温常圧でナノ粒子

を合成することにもこだわった手法で実現した。シェル

のセラミックスは0.34 nm を基本ユニットとして規則正

しく結晶成長していることを TEM により確認した。平

成29年度は、合成の基盤技術として粒径制御技術の確

立を目指した。従来の手法では平均粒径は約50 nm で

あったが、合成時のエマルション粒径の制御を行うこと

により、1,000 nm 以上の粒径を有するコアシェル型粒

子を得ることに成功した。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］セラミックス、結晶面、有機無機複合体 

 

［研 究 題 目］物品消費実績記録装置への機械学習実装

による物品使用適正化 

［研究代表者］山下 健一（製造技術研究部門）  

［研究担当者］山下 健一、石地 友香、襖田 真由美 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］  

 物品の消費実績を記録する装置において、過去の消費

実績の記録や、有識者の評価などを学習データとして、

機械学習の機能を実装することにより、不自然な物品の

使われ方の指摘や、記録忘れの指摘などができるように

なることを目指して研究開発を行った。機械学習の技法

としてはベイジアンネットワークを中心に採用し、様々

なメーカーの「同等品」をグループ化するなどの学習デ

ータ構築方法を見出した。推定モデルについても、後々

の実装とアップデートの簡便さを考慮し、推定精度を維

持しつつ、可能な限りシンプルなものになるよう心掛け

た。このような横展開を前提とした取り組みにより、様

々な物品対象について、同様の作業内容で推定を実現で

きる「プロトコル化」を図った。ここでいうプロトコル

化とは、収集データの事前作業による絞り込み精査、ベ

イジアンネットワークを構築するための閾値の設定や規

格化方法の選定、構築した推定モデルの妥当性検証にか

かる作業の流れである。妥当性検証の結果、精度が不十

分であれば、前段階の作業へ順に遡って作業を再考する

などの作業を行った。また、途中段階で、確率論的に構

築したモデルの妥当性について、有識者への聞き取りな

ども行った。本課題で対象とした物品群では、推定精度

約80 %を達成した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］機械学習、人工知能、ベイジアンネット

ワーク 

 

［研 究 題 目］国産果実の供給期間拡大を目指した鮮度

保持・栽培技術の開発 

［研究代表者］清水 弘樹（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］清水 弘樹、佐々木 正秀、山口 宗宏

（以上生物プロセス研究部門）、 

三宅 晃司、中野 美紀（以上製造技術

研究部門）（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 農作物の流通中に生じる腐敗やカビの発生は、高温多

湿の日本国内の長距離流通や、流通時間が長時間となる

海外への輸出が促進されない一因となっている。現在、

日本の法律では農産物収穫後の農薬付与、いわゆるポス

トハーベスト処理は禁止されているが、もしポストハー

ベストを使わずに農産物の品質保持期間を現状から延長

できれば、国内流通の活発化や輸出の促進が期待される。

我々は国内流通や輸出の促進を目指して、新しい防カビ

材の開発に取り組んだ。 

まず、従来の人工的なケミカル化合物や農薬に代わる

本開発研究で利用適当な化合物を、天然由来の無毒な化

合物群から探索した。実験室レベルでアオカビや緑カビ

の抑制試験を行い、現在2種類の有用な化合物を選定す

ることに成功した。これらを用いて、防カビフィルム資

材化研究を進めた。ここで、蒸着重合反応の際の加熱操

作では、合物の蒸散や分解、失活などが誘発されるが、

この加熱温度を低く抑える新手法として我々の有するマ

イクロ波利用技術が非常に有効であることがわかった。

すなわち、マイクロ波を利用すると、通常加熱長時間必

要な反応が、より低温かつ短時間で終了することから、

蒸散性の高い化合物でも防カビフィルム資材の有効化合

物とすることに成功した。 

並行して、作製された防カビフィルムについて、顕微

鏡及び分光法等を用い防カビ成分の分散性やフィルムと

の密着性の評価を進めた。 

［領 域 名］生命工学、エレクトロニクス・製造 

［キーワード］抗カビ、果実、農産物、輸出 

 

［研 究 題 目］（1）農業のスマート化を実現する革新的

な生産システム②収量や成分を自在にコ
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ントロールできる太陽光型植物工場 

［研究代表者］川崎 一則 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］川崎 一則、綾 信博、平澤 誠一、 

赤穗 昭太郎、車谷 浩一、幸島 明男、

辻内 亨、 安井 久一、丸山 豊、 

兼松 渉、川﨑 隆史、苑田 晃成、 

小比賀 秀樹、田中 智子、白井 薫、 

原 美沙、矢部 彰 

（常勤職員13名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 太陽光型植物工場におけるトマト栽培の生産システム

の研究開発について、産総研の分担では、ファインバブ

ルの生育促進効果の実証を目的としたファインバブルの

計測評価技術の確立を目指している。本年度は、トマト

栽培試験を実施中の外部機関との連携のもと、植物工場

の現場におけるファインバブル発生装置の接続・稼働条

件の改善に取り組み、PTA 法等の測定によって現場に

おけるファインバブルの発生の実証を進めた。農研機構

安濃野菜研究拠点から外部機関へ移設したファインバブ

ル発生装置を用いることによって、昨年度まで使用して

いた従来機による方法よりも高い個数濃度のウルトラフ

ァインバブルの発生を実証し、トマト栽培での実用化に

向けて役立つ進捗を得た。また、本年度より、植物工場

における先進情報技術の適用性検討を開始し、川上から

川下への情報連携における需要予測の方法に関して、必

要なデータとデータ解析の計算モデルに関する調査を実

施した。オミクス解析における遺伝子同定の機械学習ア

ルゴリズムに関する迅速な取り組みを行い、その結果、

スパースモデリングが、オミクス解析に加えて需要予測

にも適用可能である見通しを得た。 

［領 域 名］生命工学、エレクトロニクス・製造、材

料・化学、情報・人間工学 

［キーワード］微細気泡、ファインバブル、マイクロバ

ブル、ウルトラファインバブル、需要予

測、オミクス解析、機械学習アルゴリズ

ム、植物工場 

 

［研 究 題 目］情報・通信・制御の連携機能を活用した

農作業システムの自動化・知能化による

省力・高品質生産技術の開発 

［研究代表者］大場 光太郎（ロボットイノベーション

研究センター） 

［研究担当者］大場 光太郎、中坊 嘉宏、角 保志

（ロボットイノベーション研究センタ

ー）小島 一浩、金 奉根、鍛冶 良作、 

佐藤 雄隆、岩田 健司、片岡 裕雄

（知能システム研究部門） 

堀部 雅弘、昆 盛太郎、岸川 諒子、

加藤 悠人（計量標準総合センター）、

（常勤職員13名） 

［研 究 内 容］ 

 稲等が密集した立毛状態において、人が隠れている状

態においても検出可能な技術として、以下の2種類の手

法を併用することで、人体の安定検出技術を確立するこ

とを目的とする。1.電磁波の反射強度の変化からの人体

検出、2.視差統合型カメラによる人体の遮蔽のない映像

を合成し人体検出を行う方法。 

 H29年度の目標は、以下とした。電磁波技術としては、

電磁波センサの要求仕様に応じた小型電磁波信号検出回

路の設計と試作器の開発を行い、また電磁場センサの放

射ビームの幅と被検知物体の軸ずれ応答確認実験により、

5－10 m 内の検出機能を解明し、複数の特許出願を行

う。画像システムとしては、カメラの台数を減らし、低

コスト化した人検出アルゴリズムを開発する。 

 これら目標に対し、電磁波技術に関しては、電磁波技

術としては、これまでと異なる視点からデータを見直す

事で、周波数シフトを起こさないアンテナ設置高におい

ても、対物距離に準比例関係にある物理量が存在してい

る事を発見した。画像システムとしては、2段階の

CNN を用いた人検出アルゴリズムを開発し、人の認識

精度との比較を行い、同等の性能が得られていることを

確認した。低コストカメラアレイシステムを開発し、実

地にて動作を確認した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］農業、センサー技術、安全技術 

 

［研 究 題 目］ホメオスタシス維持機能をもつ農林水産

物・食品中の機能性成分評価手法の開発

と作用機序の解明 

［研究代表者］舘野 浩章（創薬基盤研究部門） 

［研究担当者］舘野 浩章、平林 淳（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 ヒトのホメオスタシス維持機能に与える影響を微量血

液で簡便・高感度に評価できるシステムを開発すること

は本研究プロジェクトの大きな課題である。そこで我々

は、単球・腹腔細胞・マイクログリア等の食細胞機能

（貪食能など）を判別するためのレクチン候補を1種類

以上抽出して、貪食能の指標となる糖タンパク質マーカ

ー候補を1種類以上同定し、貪食能を測定する方法を構

築することを目的としている。これまでの研究において、

食細胞の貪食能の指標となる糖タンパク質マーカー候補

の同定に成功している。更に、酸化 LDL を測定するた

めの技術の開発に成功した。更に、うつ病モデルマウス

の腸上皮細胞の糖鎖解析を行い、正常マウスとは異なる

ことを明らかにして、現在論文投稿中である。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］糖鎖、ホメオスタシス、食品 

 

［研 究 題 目］食シグナルの認知科学の新展開と脳を活



研 究 

(556) 

性化する次世代機能性食品開発へのグラ

ンドデザイン 

［研究代表者］辻 典子（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］辻 典子、神谷 知憲、安達 貴弘、 

渡邉 要平（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 多発性硬化症は、アルツハイマーや認知症とともに有

効な治療法が確立されていない脳神経疾患であり、脳内

炎症を反映すると考えられている。そのような背景から、

抗炎症機能を高める「食事と運動」は予防法の要として

研究が期待されている。そこで多発性硬化症の動物モデ

ル（実験的自己免疫性脳脊髄炎：EAE）を用い、発酵

食品から分離された乳酸菌体の経口摂取が、抗炎症機能

を通じてマウスの免疫系・中枢神経系に及ぼす影響（疾

病制御効果）について解析を行った。EAE モデルでは

発症に伴い、中枢神経組織である脊髄への免疫細胞の浸

潤が起こることが知られている。 

 EAE モデル動物に、糠床から単離した乳酸菌である

Pediococcus acidilactici（LAB-PA）を経口投与したと

ころ、対照群と比較して EAE の発症率の低下、発症遅

延が確認された。脊髄における疾患関連遺伝子の発現を

qRT-PCR 法で解析した結果、Ccr2、Ccl2、Csf2、
Eomes、Tbx21、Tnfsf11、Ifng、Tnfa などの炎症・疾

患に関連する遺伝子群の発現が、LAB-PA 投与マウス

の中枢神経組織で有意に減少しており、脊髄への炎症細

胞の浸潤が抑制されていることが明らかとなった。中で

も Eomes、Tbx21、Ifng の発現低下がみられることか

ら、疾患誘導性の Th1細胞の作用が抑えられている点

が着目された。そこで抗原ペプチドに対する所属リンパ

節での免疫応答を解析したところ、抗原特異的な IFN-

γ産生が抑制されており、疾患誘導性の IFN-γ産生細

胞群の特定ならびに脊髄への浸潤機構への LAB-PA の

効果について解析を進めていくことが重要と考えられた。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］乳酸菌、抗炎症、脳内炎症、多発性硬化

症、免疫応答 

 

［研 究 題 目］AI を活用した呼吸器病・消化器病・周

産期疾病の早期発見技術の開発 

［研究代表者］岡田 浩尚（集積マイクロシステム研究

センター） 

［研究担当者］岡田 浩尚、Andersson Lars 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、畜産牛の消化器病や呼吸器病の早期発見を

実現するウエアラブル無線センサシステムの開発を目的

としている。具体的には、経口投与して牛の胃内に留置

させるルーメンセンサ、牛の尾の尾根部に取り付ける体

表温センサを開発する。 

本年度は、市販のペン型 pH センサのセンサ部を流用

し、温度、加速度も測定可能なφ30 mm×100 mm、重

さ124.2 g のルーメンセンサを開発した。1秒間に1回測

定、無線送信した場合の端末寿命は1ヵ月である。この

センサを動衛研にて1頭のフィステル牛を用いて1ヶ月

間動作テストを行った。その際、1週間に1回、センサ

をフィステルより取り出し、それを pH 標準液に浸漬し

た時の出力と、センサ投与前の pH 標準液での出力とを

比較した。1ヶ月間のルーメン内での電極表面の汚染の

影響は初期値に対して－0.18以下であり、少なくとも１

ヵ月は校正なしで連続使用できることを示した。 

体表温センサの開発では、体温、及び温度センサと体

表との圧力を測定可能なセンサを開発した。基板サイズ

は22 mm×16 mm である。これは、装着時のベルトの

締め付け具合の適正化と体温測定の信頼性を高めるため

である。SUS をカップ形状にしたもののカップ内にサ

ーミスタをのり付けし、圧力センサ上にそのカップを載

せる構造とした。このセンサを動衛研にて牛を使用して

テストした結果、装着時は、ある圧力を示していたが、

その後すぐに測定限界（100 gf）以下の圧力となった。

圧力測定下限の改善が必要であるが、少なくとも圧力が

100 gf 以上であれば有用な温度測定が可能であること

を示した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］無線センサ端末、pH センサ、動物 

（牛）、健康、ウエアラブル 

 

［研 究 題 目］果実生産の大幅な省力化に向けた作業用

機械の自動化・ロボット化と機械化樹形

の開発 

［研究代表者］小島 一浩（知能システム研究部門） 

［研究担当者］小島 一浩（知能システム研究部門）、

橋本 尚久、大場 光太郎（ロボットイ

ノベーション研究センター） 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、実際の果樹園において、自動走行作業台

車が導入される際の安全を考慮しながらシステムを設計

し実証評価することを目的とする。開発の流れは、実際

の環境下の利用を想定し、リスクアセスメントを行いな

がら、安全のための必要要件を決定する。この際、技術

開発者はもちろん、実環境を熟知した専門家や実際のユ

ーザーなども参加し、必要な機能や場面、環境等を明確

化する。安全を考慮しつつ、既存システムの再設計を行

うことで、安全機能を確保したシステムの構築を実現す

る。これには、他の研究開発課題である、作業プロセス

を含めた再設計、業務分析の課題とも密に連携し、必要

に応じて、環境構造化を含めたシステムの開発も視野に

入れる。再設計されたシステムを用いて、プロトタイプ

を開発し、実環境における実証実験を行う。実証実験に

おいては、安全性だけでなく、業務分析などの全体のプ
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ロセスなども考慮した結果をフィードバックし、最終実

証機器の開発を行う。最終的に開発された実証機器にお

いては、上記のプロセスを踏まえることで、ロボットの

安全規格である ISO13482に準拠し、農水省の自律走行

型農業機械に関する安全性確保ガイドラインに沿い、実

際のユーザーがシステムによる利便性を享受できるシス

テムの開発を目指す。29年度は、リスクアセスメント

の実施、リスクアセスメントレベル I 以下を目指した安

全方策の提案を行う。 

 上記の目標および研究計画のもと、29年度は作業分

析、開発コンセプトシートをもとに、リンゴ圃場に自動

走行台車が導入された際の作業体系に関して作業シナリ

オシートひな形およびリスクアセスメントシートひな形

を作成した。当該ひな形を使用し、構築した安全設計の

ための体制を用いてリスクアセスメントの実施および安

全方策の提案を行った。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］農業・果樹、機械化・ロボット化、安全 

 

［研 究 題 目］先端技術を活用した世界最高水準の下痢

性貝毒監視体制の確立 

［研究代表者］高津 章子（物質計測標準研究部門） 

［研究担当者］高津 章子、沼田 雅彦、川口 研、 

山﨑 太一、稲垣 真輔 

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 貝毒検査のための機器分析に不可欠な貝毒標準品の効

率的かつ安定的な製造技術や貝毒簡易測定キットの開発

により、貝類の生産量が従来よりも2割増加する、効率

的で簡易な貝毒検査技術開発を目標とする。このために、

下痢性貝毒標準液の効率的な値付け技術とホタテガイ組

成標準物質市販品を開発する。 

 新たに精製した原料を用いた下痢性貝毒標準液の値付

けにおいては、内標準法を用いた定量 NMR の共同測定

の結果、測定法の持つ不確かさを前ロット測定時より低

減でき、2種類の下痢性貝毒（OA,DTX1）標準液（第2

ロット）の値付けを行った。組成標準物質については、

ホタテガイ可食部ホモジネートを原料とした候補標準物

質を作製した。値付け、均質性試験、安定性試験を行う

ために、カラムスイッチング法を採用して、高感度で高

精度なホタテガイ可食部ホモジネート中貝毒の測定法を

開発した。候補標準物質は、室温で3日間保管しても酵

素分解等の影響を受けず安定であり、候補標準物質の品

質として問題ないことを確認した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］貝毒、標準液、組成標準物質、 

定量 NMR 

 

［研 究 題 目］牛の放牧管理の効率化・生産性向上のた

めの小型ピロプラズマ病ワクチンの実証

研究 

［研究代表者］池原 譲（創薬基盤研究部門） 

［研究担当者］池原 譲、草野知子、池原 早苗、 

山口 高志（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、新技術・新分野創出のための基礎研

究推進事業で実施した「家畜原虫病に対する Th1免疫

誘導型糖鎖被覆リポソームワクチンの開発研究」の成果

をワクチン技術として事業化・上市を行うことである。

ワクチンを用いて発症を予防する対象疾患は、ダニ咬傷

により媒介される Theileria orientalis により発症する

ウシの小型ピロプラズマ病で、貧血や発熱が主症状であ

る。同疾病は、日本国内において広く発生し、経済的被

害も小さくない感染症であるが、有効な治療薬や予防ワ

クチンの開発は達成されていない。 

 本研究では、ワクチンの製造販売事業を実施する機関

（動物医薬品会社）へ成果と関連技術の移転を達成し、

ワクチン製剤の薬事承認の取得を行うなど、上市に必要

なプロセス開発を進めることを目標に実施している。 

［年度進捗状況］ 

本年度は、これまでの調査研究より得られた結果をと

りまとめ、北海道における小型ピロプラズマ病の発生状

況を明らかにして、国際学術雑誌（The Journal of 

Protozoology Research）に報告した。特記すべきは、

タイレリア感染で出現する貧血のタイプが、大球性高色

素性貧血であることを明確にしたことであり、これまで

の理解ではタイレリアの赤血球寄生から小球性貧血と考

えられてきたことは誤りであったことである。大球性高

色素性貧血は、ビタミン B1や葉酸の不足もしくはその

利用がうまくいかないときに生じるものと同じであるこ

とから、病態理解に基づく貧血の予防・対処法の確立に

むけた手がかりを得たと考えている。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］ワクチン、糖鎖、検査技術 

 

［研 究 題 目］二枚貝養殖の安定化と生産拡大の技術開

発 

［研究代表者］崎山 一孝（日本海区水産研究所） 

［研究担当者］高橋 暁（地質情報研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

日本海沿岸各地のイワガキ天然資源が減少し、漁獲量

も急減しているが有効な資源回復方法はまだ開発されて

いない。一方で、夏季が旬のイワガキは需要が拡大して

おり、近年、各地で養殖が行われるようになってきてい

る。これらのことから、イワガキ生産の増大に向けて、

養殖業者への天然採苗種苗の安定供給、天然資源の回復

技術の開発、外海域での養殖技術の開発が喫緊の課題と

なっている。これら課題に質するため、イワガキ養殖が

盛んな舞鶴湾を対象に、その周辺海域を含めた数値モデ
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ルを作成し、幼生が発生する夏季における平均的な流動

場を再現し、幼生追跡実験等により、イワガキ浮遊幼生

の動態の解明を図る。 

 昨年度は、舞鶴湾を含む若狭湾の海域特性を把握する

ため、既存資料・データの収集を行った。これら収集し

たデータを解析した結果、若狭湾は潮汐が小さく沖合を

流れる対馬暖流の影響を受けること、潮流が卓越しない

ため風による吹送流や河川流入による密度流が卓越する

こと等が明らかとなった。また、これらの事実を考慮し

た数値モデルの設計を行った。 

 今年度は、昨年度の設計を基に数値流動モデルを作成

し、収集した気象・海象等の過去10年間平均したデー

タを用いて、舞鶴湾およびその周辺海域の平均的な流動

場を精度良く再現することに成功した。この結果、舞鶴

湾の湾口部では流動場が鉛直方向に二層構造となってい

るが、湾奥部では三層構造となっており、流動場的にか

なり複雑な海域であることが明らかとなった。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］二枚貝、イワガキ、浮遊幼生、移流･拡

散数値モデル実験 

 

［研 究 題 目］畜舎内環境管理と悪臭対策技術確立によ

る養豚生産性向上    

［研究代表者］川本 徹（ナノ材料研究部門） 

［研究担当者］川本 徹、髙橋 顕、南 公隆、 

Durga Parajuli、中村 徹、田嶌 一樹、

原 重樹、野田 恵子、桜井 孝二、 

高村 智恵子（常勤職員7名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 国内養豚業の競争力向上には、生産コストの低減のた

めの飼料消費の効率化と一腹あたりの育成頭数の向上、

および大規模化に伴う周辺地域の悪臭対策の徹底が肝要

である。このために確立すべき技術体系として、「悪臭

を外に出さない畜舎環境管理」を下記方策により実現す

る。循環型有害物質除去技術として、再生可能な新型高

性能アンモニア吸着材を畜産用途に最適化する。他有害

物質対策も加え、熱を極力放出することなしに畜舎内有

害物質濃度を低減する。また、自動有害物質・温湿度管

理技術・ICT 技術により自動で畜舎環境を制御する。

気液熱交換等による堆肥化施設からの熱利用により、光

熱費上昇を回避する。特に実効的と考えられる飼料効率

の改善と、周辺悪臭対策の実現を最終目標とする。 

 平成29年度の実施内容は以下のとおりである。水洗

もしくは酸洗浄で再生可能な吸着材料を開発した。また、

有機バインダを用い、上記吸着剤量を粒状体化する技術

を確立した。アンモニア以外の脱臭については今年度中

に試作品を導入予定した。畜舎内の環境把握のためのセ

ンサ類の選定を行った。脱臭部については、新たな方式

を考案、設置した。3月～11月に暖房稼働下での育成試

験を実施した。飼料要求率取得のために必要な飼料要求

率の算定を行った。夏季出荷の評価から、飼料要求率の

向上には、育成期間短縮の効果が高いことなどがわかっ

た。暖房稼働下試験についても、出荷完了後評価を行っ

た。4月、9月、12月と三回の研究推進会議を実施した。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］プルシアンブルー、アンモニア、吸着材、

畜産、養豚、悪臭対策 

 

［研 究 題 目］地域のリグニン資源が先導するバイオマ

ス利用システムの技術革新 

［研究代表者］蛯名 武雄（化学プロセス研究部門） 

［研究担当者］蛯名 武雄、石井 亮、林 拓道、 

相澤 崇史、和久井 喜人、棚池 修、

中村 考志、敷中 一洋、吉田 学、 

吉田 肇、鈴木 麻実、小野 健太 

（常勤職員10名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、林地残材の収集から改質リグニン製造、加

工、機能性、最終製品化、副産物利用を含め、農山村の

バイオマスを原料とした一連の技術を総合的に開発する

ことで、地域に高収益をもたらす｢リグニン産業｣という

新たなビジネス基盤を確立すると共に、その社会実装を

目的とする。本研究の中で、当グループは改質リグニン

を原料として、粘土とのハイブリッド化等でエレクトロ

ニクス素材等の高付加価値マテリアル（ハイブリッド膜

材と繊維強化リグニン材）を製造する技術の開発を担当

する。 

 本年度は、リグニン-粘土ハイブリッド膜について、

プリント基板用途に用いるため銅箔とハイブリッド膜の

複合連続膜の開発を行った。リグニンとして、ポリエチ

レングリコールでリグニンを修飾した改質リグニンを用

いた。銅箔との複合化は、ハイブリッド膜の前駆体液を

銅箔表面に塗工することで行った。前駆体の組成条件を

検討し、改質リグニンと粘土原料、溶媒の最適な組成品

を決定した。その後、構成員企業との連携により、銅箔

に塗工液を連続塗工することで、銅箔塗工型の改質リグ

ニン-粘土ハイブリッド連続膜（銅箔塗工型長尺膜）の

試作に成功した。得られた銅箔塗工型長尺膜は、作製時

の加熱条件を最適化することにより、公的規格である

UL94試験の難燃性基準で V-0レベルであり、デバイス

基板として必要な難燃性を有していた。その後、銅箔塗

工型長尺膜にエッチング処理によって回路パターンを形

成可能かどうか検討したところ、良好にパターニングが

出来た。以上から、リグニン-粘土ハイブリッド膜のプ

リント基板用途へ適用可能であることが分かった。 

 一方、繊維強化リグニン材においては、改質リグニン

と数種のエポキシ化合物、添加剤の組み合わせによる熱

硬化樹脂の作製を検討した。改質リグニンの溶剤に対す

る分散特性を利用することにより、いくつかの種類の樹

脂硬化物を作製できた。これらの樹脂について、高温高
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湿試験を実施し、樹脂の劣化挙動について基礎的な物性

（力学特性等）を収集した。その結果、高温高湿下にお

いても強度の劣化を抑制可能な改質リグニン樹脂硬化物

の組み合わせを見出すことができた。この組み合わせを

基に構成員企業が、改質リグニン樹脂を用いた繊維強化

プラスチックを調製・成形することで自動車部材の一部

を試作することが出来た。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］リグニン、粘土、ガスバリアフィルム 

 

［研 究 題 目］自律移動ロボット技術を用いた半自走式

草刈機の開発 

［研究代表者］谷川 民生（知能システム研究部門） 

［研究担当者］谷川 民生、松本 治、阪野 貴彦、 

宮腰 清一、橋本 尚久、横塚 将志

（ロボットイノベーション研究センタ

ー）（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

 斜面でも走行可能で広くない平面の圃場で小回りを効

かせる構造を持ち、決められた範囲の草刈作業を自律的

に行う草苅機を開発する。安全を考慮し、万が一に備え

人が見守る環境において、人の草刈作業の負荷の大きい

部分を担い、自律移動し作業を行う（充電が自動では出

来ない為、半自走式）車両を開発する。草刈に必要なト

ルクとエネルギーの測定を行い駆動ユニットとの効率的

な連携を図る。そして、二つのユニットと、自律移動ロ

ボット技術を有する制御系を付加し、様々なセンサを圃

場の環境に応じてカスタマイズ可能とするミドルウェア

技術でつなげることで、多様な圃場環境での最適なシス

テム構成および低コストで提供できる草刈ロボットを実

現する。 

 実証先である上山の棚田エリアにおける現場のニーズ

を調査し、放棄地における草苅の課題を抽出した。実証

エリアとして、実際に生産を行っている側の放棄地約

2000平米を対象とした。重量は車体30 kg、電池ユニッ

ト15 kg を目指し、幅の狭い畔で草刈り作業をするため

車幅は350 mm を目標値として試作機を開発した。平地

および20度以下の斜面については、自走式草苅機で作

業し、それ以外は人手で作業する草苅作業プロセスを採

用した。 

 合計3回の実地調査および実地試験を行い、駆動用シ

ャーシおよび草苅用シャーシの仕様を確定した。また、

草苅および駆動における電力量を大まかに確認し、実際

の作業に必要とされるバッテリー容量等、詳細仕様に係

る計測を行った。半自動化については、人工的なランド

マークを設置することで安定な認識ができるよう検討し

た。これらをモジュール化し、試作機に組み込むことで

自律制御の安定性の評価を行う予定としている。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］マニピュレーション、人工知能、移動技

術 

 

［研 究 題 目］【モモコンソ】国産農産物の輸出先にお

ける嗜好性の予測技術開発 

［研究代表者］根本 直（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］根本 直（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 NMR 装置を利用してモモに含まれる成分を抽出し、

嗜好性に関わる成分の包括的解析を行う。果汁あるい

は粗抽出物を未精製のまま計測し、得られた NMR ス

ペクトルに含まれる主要成分群を包括的に把握（成分

プロファイリング）することができる。本研究課題で

は産地や品種が異なるモモを対象とし、NMR 法による

メタボローム解析を実施するための試料調製法、NMR

の測定条件、データ処理法等の基礎技術を開発し、成分

を網羅的に解析し、試料の特性を反映する NMR シグナ

ルを特定する。NMR データを他の機器分析データや非

破壊計測データ、品質評価データと関連づけることで嗜

好性に紐付けされるシグナルを特定し、アノテーション

（本課題においては、成分同定または部分同定の情報を

付与すること）を行うことを目的とする。 

 本年度で最終年度であったが、モモ果実の生育が非常

に悪い年が前年度から続いていることから新たな測定は

限定的とし、過去データの再解析を行い、農研機構

NMR チームと協力して試料特性を反映するシグナルの

特定を進めた。品種による特徴は保存される傾向に有っ

たが、その年の出来栄えに大きな差があり、それらは糖

信号、リンゴ酸信号、アミノ酸の脂肪族側鎖部分の信号

で特徴づけられた。 

 簡易計測法である重水希釈法を提案し、その実効性の

確認を行った。pH を制御しないので、リンゴ酸の濃度

依存的化学シフトがプロファイリング散布図で大きな情

報となる。 

 非破壊データとの照合は農研機構を通して行い、タイ

およびフランスにおける嗜好性調査、東京で行われた外

国人嗜好性調査と照合して非破壊の解析に反映するデー

タを提供した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］食品、NMR、代謝、分析、モモ、農林

水産物、メタボロミクス、NMR-MP 

 

［研 究 題 目］【潜在的品質コンソ】国産農産物の潜在

的品質の評価技術の開発 

［研究代表者］根本 直（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］根本 直（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 品種や加工方法等が異なるトマトを対象とし、H25～

H28までに特定した NMR シグナルと他の機器分析デー

タや非破壊計測データ、品質評価データと関連付けるこ

とで隠れた品質に関わる因子を検討し、簡便で精度良く
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提示する技術を開発することを目標とし製品化を目指し

た試作品の潜在的品質を探索することを目標とした。 

 参加企業より、品種および加工方法の異なる7種のト

マトジュース試作品の提供を受け測定解析を行った。加

工方法等については盲検にて実施、前年度までのトマト

ジュース試作品のなかから本課題により選択されたある

特別な成分が増加し、通常成分が無い加工用トマト製品

が商品化に有望とのことで、今回の7種のうち3種がそ

の成分含有製品の NMR-メタボリック・プロファイリ

ング散布図上の特徴を解析した。また、植物工場由来1

月収穫および4月収穫のトマト生果凍結乾燥品について

その水溶性抽出物について測定解析を行った。 

 商品化の可能性を検討している特殊成分含有の試作品

三点は散布図上中央から左下に向かって散点され他のも

のとは明らかに異なる特徴を示した。特徴空間を構成す

る主要な化学成分としては有機酸が多い傾向が見て取れ

た。 

 昨年まで検討してきた特徴軸を甘味、酸味、旨味で再

構成する方法で特徴軸を変容させ再提示を行った。この

方法を特徴軸再構成法あるいは特徴軸牽引法として確立

した。栽培差異も品種特徴を維持しながら可視化で可能

と結論した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］食品、NMR、代謝、分析、トマト、農

林水産物、メタボロミクス、NMR-MP 

 

［研 究 題 目］栽培・労務管理の最適化を加速するオー

プンプラットフォームの整備 

［研究代表者］永見 武司（知能システム研究部門） 

［研究担当者］永見 武司、増田 健、小林 匠、 

渡辺 顕司、小島 一浩（知能システム

研究部門）、中坊 嘉宏、藤原 清司、

角 保志（常勤職員8名） 

［研 究 内 容］ 

 トマト等の園芸作物は、気候や生育状態により作業時

間が年間で大きく変動するため、雇用確保や労務管理が

生産規模を拡大する上での大きな課題となっている。生

育状況や施設稼働状況に関する詳細なデータをもとに発

生する作業に関する種類や量を的確に予測し、作業計画

を策定して、人員の確保や進捗管理を行うことで、作業

の平準化、効率化、低コスト化に寄与する技術が望まれ

ている。このため、本研究課題では従来から収集されて

いる作業記録、温湿度センサ等のほか生育状況や作業者

の行動を記録する各種センサ機器の開発を行い、これら

のデータを統合して、栽培・労務管理に資するデータセ

ットを構築する。そして、このデータセットをもとに人

員配置や手順の最適化を行って管理者を支援する機能を

有する労務管理システムの実現を目指す事としている。

本年度は、作業データの自動収集システムの試作を行う

とともに、データの分類、集約、統合を効率化するデー

タ管理技術基盤を構築するため、農作業分類、従来のデ

ータ収集状況等を調査した。次年度以降にこれらのデー

タを自動で収集し利用可能な状態で蓄積するプラットフ

ォームを作成する予定である。そして、このデーセット

を対象に人工知能技術を用いて作業内容と作業量を推定

し、追加すべき作業や作業計画の改定等に関して判断を

行う技術を開発し、作業や人員配置を最適化する意思決

定エンジンを実現する。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］施設園芸、IoT、人工知能、動作解析、 

画像処理 

 

［研 究 題 目］D-型ペプチドによる血液‐脳腫瘍関門

突破と脳腫瘍治療 

［研究代表者］福田 道子（創薬基盤研究部門） 

［研究担当者］福田 道子、野中 元裕、西澤 千津子、 

奥原 寿恵（他4名） 

［研 究 内 容］ 

 生体内に見いだされる悪性腫瘍は新生血管の増殖を伴

う。我々は、IF7と名付けた糖鎖模倣ペプチドが悪性腫

瘍血管表面に特異的に発現するアネキシン1に標的して

抗がん剤を運ぶ事を見つけた。担癌マウスに低ドーズで

静脈投与された IF7－結合抗がん剤は悪性腫瘍に急速に

標的、集積し、顕著な抗腫瘍効果を発揮する。IF7－結

合抗がん剤による悪性腫瘍治療法は従来の化学療法に較

べれば格段に優れているが、IF7は生体内で不安定等の

弱点もある。我々は、IF7の弱点を克服した新規 D－型

ペプチド dTIT7の開発に成功し、D－型ペプチドに結合

させた抗がん剤が経口投与によって脳腫瘍に治療効果を

発揮することを見いだしている。本研究開発の目標は、

D－型ペプチド結合抗がん剤の悪性脳腫瘍標的の機作を

明らかにして、脳腫瘍完全消失を可能にする条件を確立

する事にある。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］ペプチド、ファージデイスプレイ、血液

脳関門、脳腫瘍、化学療法、癌転移 

 

［研 究 題 目］ステルス型 RNA ベクターを利用した 

All-in-One 型ゲノム編集ツールの開発 

［研究代表者］中西 真人（創薬基盤研究部門） 

［研究担当者］中西 真人、佐野 将之、飯島 実、 

海老原 利枝、中須 麻子 

（常勤職員1名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 産総研が開発したステルス型 RNA ベクターは、1）

外来遺伝子を、染色体に挿入せずに安定に発現すること

ができる、2）4個以上の複数の遺伝子を同時に発現す

ることができる、3）遺伝子発現のレベルを調節できる、

4）細胞障害性が無い、5）導入できる細胞種が非常に

多い、6）遺伝子発現が不要になったら簡単に除去でき
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る、といった特徴を持っている。本プロジェクトでは、

この特色を活かした安全性の高いゲノム編集技術を実用

化することを目指している。本年度は、28年度に開発

した弱発現ベクターにゲノム編集酵素 Cas9と gRNA お

よび gRNA を必要な構造に切断する EndoRNase を同

時に搭載した「All-in-one 型ゲノム編集ベクター」を作

製し、Cas9の発現を免疫抗体法で確認すると共に、

EGFP を発現する細胞をモデルとして遺伝子破壊活性

を測定した。その結果、ベクターを導入した細胞の

100 %で Cas9が安定に発現し、また2コピーの EGFP

遺伝子を含む細胞で遺伝子破壊を確認した。また、低分

子化合物による除去システムの検討を行い、効率よく除

去ができる化合物 X の同定に成功した。この結果は、

生体内でのゲノム編集の可能性を示すものである。 

［領 域 名］生命工学   

［キーワード］ゲノム編集、遺伝子治療、がん治療、 

RNA ベクター 

 

［研 究 題 目］医療分野研究成果展開事業 平成29年度

産学連携医療イノベーション創出プログ

ラム（ACT-MS）「う蝕、歯周病、誤嚥

性肺炎を予防する次世代歯質接着材料の

開発と非臨床における有効性評価」 

［研究代表者］槇田 洋二（健康工学研究部門） 

［研究担当者］槇田 洋二（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 歯質接着技術は著しく進歩している、口腔内の劣悪な

環境で長期使用すると、徐々に歯との接着界面に剥離を

生じる。この剥離を検知して薬剤を放出し、う蝕や歯周

病の原因菌の増殖を抑制できれば、臨床の場で広く受け

入れられると推測される。本研究では、殺菌剤を封入し

たドラッグデリバリー型無機フィラーが剥離に伴う変形

により薬剤を徐放することで劣化センサー機能を実現さ

せる技術を大学・企業と共同開発する。産総研は、主に

「歯質接着面の剥離部位への薬剤徐放技術の開発」を担

当する。 

 平成29年度は、薬剤の溶出量をコントロールするた

め、抗菌剤の表面処理および歯質接着面の剥離部位への

薬剤徐放性について検討した。抗菌剤の表面処理に関し

ては、特定の物質で表面処理を行うことで、表面処理し

ない場合に比べて薬剤の溶出量が変化することを明らか

にした。また、歯質接着面の剥離部位への薬剤徐放性に

ついては、まず、抗菌剤を添加した成形体を作製し、次

に、歯質接着部位の剥離状態を模倣して成形体を加工し、

これを溶液中に長期間浸漬して溶液中の薬剤濃度を調べ

た。溶液中の薬剤濃度の経時変化を調べ、抗菌剤からの

薬剤の溶出挙動を明らかにした。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］抗菌、歯質接着材料、う蝕、歯周病、誤

嚥性肺炎 

［研 究 題 目］HBV 逆転写酵素の構造情報取得および

薬剤阻害メカニズムの解析 

［研究代表者］安武 義晃（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］安武 義晃（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 B 型肝炎ウイルス（HBV）は全世界で約2億6000万人

に持続感染し、慢性肝炎や肝がんを発症することで年間

100万人近くが亡くなっていると推定される。HBV が

持つ逆転写酵素は、B 型肝炎治療における重要な創薬タ

ーゲット分子であり、現在利用されている抗ウイルス薬

はこの HBV 逆転写酵素の機能を阻害して薬理効果を示

す。新規薬剤の開発を進めるためには本酵素の立体構造

解明が急務であるが、HBV RT は非常に不安定なタン

パク質であるため研究は遅々とし進んでいない。そこで

本研究では、類縁関係にあるヒト免疫不全ウイルス

HIV-1の逆転写酵素を HBV 逆転写酵素のアミノ酸に部

分置換した様々な変異体を作製し、これらを用いて研究

を進めた。このうち、現在広く B 型肝炎治療に用いら

れている抗 HBV 薬エンテカビルに対する強い感受性を

獲得した変異体に着目し、この変異体をエンテカビルが

作用した状態で結晶化させ、その高分解能立体構造解析

を行った。これにより逆転写酵素にエンテカビルが結合

する仕組みや逆転写酵素がエンテカビルの結合から逃れ

て薬剤耐性に変わる仕組みを明らかにした。今後、本研

究により得られた情報を利用し、薬剤耐性 HBV に効果

を示す新しい薬剤の開発を推進する他、より詳細な薬剤

の作用機構や薬剤耐性獲得機構を明らかにするための研

究を継続する。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］B 型肝炎、薬剤耐性、創薬 

 

［研 究 題 目］次世代抗 B 型肝炎ウイルス薬導出に向

けた創薬研究 

［研究代表者］清水 弘樹（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］清水 弘樹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 リード化合物の化合物安定性や溶解性といった物性を

把握し、創薬展開に向けた問題点の解決を図る。in 

vivo での薬効の検証と POC（Proof of Concept）の確

保、NCE 化研究の一環として安全性（非毒性）の向上

を伴った物性改善、DDS（Drug Delivery System）な

どの機能付加修飾研究など進め、最終的に高活性化合物

を臨床段階まで展開させることを目指す。 

今年度はオキサジアゾール類の薬剤候補化合物の動物

実験への展開を目指した化学的研究を進めた。まず、リ

ポソームと複合体化したところ、化合物の溶解性が向上、

可溶化剤としての有機溶媒の混在なしに細胞活性試験が

可能となり、薬剤活性も確認できた。そこで、in vivo

動物モデルでの薬効を検証することを目的とし、より濃

度が高く粒子径を制御したリポゾーム複合体の調製つい
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て検討した。 

加えて、動物実験に利用実績のある界面活性剤機能を

有する様々な可溶化剤の利用も検討した。肉眼ではオキ

サジアゾール類の薬剤候補化合物が溶解した様に見えた

が、顕微鏡観察で観察すると小さい結晶が残存している

様にも見えた。兎も角もこれをマウスに投与したところ、

経口投与によって化合物の血中濃度が上昇したが、薬効

の発現には至らなかった。 

現在、包接機能を有するシクロデキストリンの利用に

ついても検討中である。シクロデキストリンの利用が可

能となれば、将来的に肝臓への DDS 機能修飾も求めら

れた場合、薬剤の方でなくシクロデキストリンを化学修

飾することにより DDS 機能を付与することが可能とな

る。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］B 型肝炎、創薬、可溶化 

 

［研 究 題 目］再生医療のための細胞システム制御遺伝

子発現リソースの構築  

［研究代表者］五島 直樹（創薬分子プロファイリング

研究センター） 

［研究担当者］五島 直樹、福田 枝里子、小林 慎、

鍵和田 晴美、東 久美子、大槻 和重

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 産業技術総合研究所及びバイオ産業情報化コンソーシ

アムは、基盤技術である①ヒト遺伝子発現リソースと②

プロテイン・アクティブアレイについて、H28年度まで

に①は細胞システム制御遺伝子約1,500種類を追加し、

②は約14,000タンパク質／基板の高密度アレイ作製に

よる高スループット化を達成した。再生医療研究におけ

る機能的プロテオミクス解析の実施体制が整い、H29年

度から、細胞移植における細胞の品質評価および移植患

者の免疫応答モニタリング技術の開発を実施している。

これらの技術により、細胞移植の安全性を、移植前から

移植後まで全般に渡って支援することを目指す。具体的

な研究開発内容は以下の通りである。 

研究項目1: プロテインアレイによる細胞移植の安全性

評価（移植後の評価） 

1-1. プロテインアレイの検出効率の最適化 

 検出シグナルの SN 比の改善を目的に、血清検体とプ

ロテインアレイの効率的な反応条件を検討した。血清に

ブロッキング材を添加して抗コムギヒト IgG を吸収す

ることにより、コントロール抗原検出の CV 値10 %未

満の目標に対して3 %を達成した。 

1-2. プロテインアレイの性能評価及び細胞移植の安全

性評価 

 約2万種のヒトタンパク質を、活性を維持したまま搭

載したプロテイン・アクティブアレイを用いて、京都府

立医大木下教授らと角膜内皮培養細胞移植患者血清検体、

京大高橋教授らと iPS 細胞由来神経細胞移植カニクイ

ザル血清検体中の自己抗体の網羅的解析を実施した。何

れも陽性抗体が検出され、その治療前後の検出強度の変

動も評価でき、PET、IgG、炎症パラメータと高い相関

を示し、本アレイで生体の免疫応答が評価できることを

確認した。特に後者に関してはヒトタンパク質搭載アレ

イでカニクイザル血清の抗体評価系が構築できた。また、

網羅的アレイ解析での陽性抗原を搭載した ELISA 様式

抗原結合プレートを作製し、多検体評価系を構築した。 

研究項目2 : プロテインアレイによる移植細胞の品質管

理（移植前の評価） 

2-1. 細胞プロファイリングによる移植細胞の品質管理

系の構築 

 プロテインアレイを用いて、細胞抽出液中のキナーゼ

によるリン酸化反応を検出する技術を開発した。肝細胞

分化誘導システム（タカラバイオ社）を用いて各分化段

階の細胞を調製し、分化に特徴的なリン酸化活性の検出

に成功した。 

2-2. 血清成分を利用した非目的細胞亜集団の選別 

 京都府立医大木下教授らと移植細胞の品質の違いを血

清成分の染色によって区別する技術を開発している。

H29年度はプロテインアレイを用いて、血中に含まれる

培養角膜内皮細胞品質分別因子（抗体）の抗原探索を実

施し、マーカー候補の抗体を選出した。 

2-3. 脱細胞マトリクス残存タンパク質の定量プロテオ

ミクス 

 慶應義塾大八木講師らとの共同研究により、ブタ肝臓

脱細胞マトリクスを用いて、質量分析用サンプル調製法

を確立した。本法にて約300種類以上の脱細胞マトリク

ス残存タンパク質を同定した。 

研究項目3： 疾患・再生医療関連遺伝子クローンリソ

ースの提供 

 阪大高倉教授らとの共同研究「Huvec から血管内皮

幹細胞へのダイレクトリプログラミング因子の探索」に

て、血管内皮幹細胞で発現が亢進しているマウス遺伝子

47種類について、ヒトホモログ遺伝子を選出し、クロ

ーンの作製を完了した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］再生医療、細胞システム制御遺伝子、初

期化、分化誘導、iPS 細胞、免疫モニタ

リング、ダイレクトリプログラミング 

 

［研 究 題 目］自己抗体マーカー探索システムの開発 

［研究代表者］五島 直樹（創薬分子プロファイリング

研究センター） 

［研究担当者］福田 枝里子、山口 圭、奥村 大志 

（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本機器開発プロジェクトでは各チームの達成目標を達

成すると、各チームのアクティビティーを統合した下記
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の図に示すように、乳がん、肺扁平上皮がん、膀胱がん

の3種がん（下表）について、①血清サンプルの収集、

②2万プロテインアレイの作製および測定、③LASSO

法解析、④EN アレイ作製および測定、⑤がんマーカー

評価を実施している。 

アレイ用タンパク質合成  

 株式会社セルフリーサイエンスでは、高密度プロテイ

ンアレイおよびエバネッセント波アレイの作製に使用す

るタンパク質をコムギ胚芽無細胞タンパク質合成技術に

より調製し、各アレイ開発を担当する代表機関（国立研

究開発法人産業技術総合研究所）および分担機関（北里

大学、株式会社レクザム）に供給した。 

自己抗体マーカー探索システムの開発 

 HORNET-NX 分注機をピンスポッターとして使用し、

1536ピンをクルードタンパク質溶液とオイルに順に浸

漬し、ピン先にオイルで被覆したタンパク質溶液の液滴

を形成させることが技術的に可能となった。 

 コムギ無細胞合成系で合成した約20,000種のヒトタ

ンパク質を参画機関のセルフリーサイエンスからクルー

ド液で供給を受け、高密度プロテインアレイ作製法によ

って SBS 規格プレートの GSH 修飾-aC 基板に1536ピ

ンヘッドによってスポットし、14000タンパク質/SBS

規格プレートの密度でプロテインアレイを作製した。 

 北里大学で取得されたがん患者（乳がん、肺がん扁平

上皮がん、膀胱がん）の血清、千葉大学で取得された健

常人の血清を用いて、高密度な2万種プロテインアレイ

を用いて網羅的な自己抗体プロファイリングの実施を行

った。 

自己抗体測定試料の収集（千葉大学） 

 川崎病罹患者の急性期で標準治療である IVIG 超大量

療法を開始する前の血清、合計70症例分を提供した。

自己抗体測定が開始されているが、試料中に極めてバッ

クグラウンドが高くなる症例の頻度が高いことから、そ

の要因の探索を急いでいる。 

エバネッセント波アレイの作製、評価および高感度自己

抗体マーカー探索 

 エバネセント波励起蛍光法によるアレイシステムを用

いて、乳癌および肺癌患者血清中の腫瘍関連自己抗体の

検出を行った。既知、新規腫瘍関連抗原に対する自己抗

体が、癌患者血清中に高率に検出された。多種の抗原に

対する自己抗体を同時に測定可能な本システムは、癌診

断のバイオマーカー検出法として臨床的有用性が期待さ

れる。 

網羅的自己抗体解析の情報解析、マーカー候補自己抗体

の絞り込みおよびデータベースシステム整備  

 Logistic Lasso を適用したマーカー候補探索プログラ

ムを構築し、2万種タンパク質アクティブアレイからシ

グナルを検出し、乳癌、肺扁平上皮癌、膀胱癌、川崎病

に関するマーカー候補自己抗体を探索した。また、本研

究で得られるデータを蓄積するデータベースを構築した。 

エバネッセント波測定装置の開発、評価 

 株式会社レクザムは EN 法のスループットを向上す

る為の取り組みとして、14Well スポット規格の開発・

試作を実施した。またエバネッセントスキャナーの本体

側について、北里大学における EN 法評価のスピード

アップを図る為、14well 規格の自動解析を可能とする

ソフトウェアを開発すると共に、スキャン時間の短縮を

実現した。 

ELISA による単一有用自己抗体測定キットの開発およ

び EN（エバネッセント）法による自己抗体測定キット

の評価 

 初年度の研究計画では、弊社は EN（エバネッセン

ト）法の市場調査、スクリーニングによって得られた自

己抗体群の中から、単一で有用な自己抗体 ELISA 法の

開発を担っている。従って、上記のスクリーニングが終

了していないため、初年度は EN（エバネッセント）法

の市場調査をメインに行った。市場調査には類似特許の

検索やスクリーニングで選別された自己抗体マーカーの

特許検索も含む。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］自己抗体、プロテインアレイ、免疫モニ

タリング、抗体プロファイリング、炎症

性腸疾患、クローン病、潰瘍性大腸炎、

がん、川崎病 

 

［研 究 題 目］肝毒性予測のためのインフォマティクス

システム構築に関する研究  

［研究代表者］堀本 勝久（創薬分子プロファイリング

研究センター） 

［研究担当者］福井 一彦（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は以下の通りである。a. In vitro 肝毒性

マーカーパネルの構築のため、肝毒性に関する分子知識

情報および分子計測情報を収集し、b. 肝毒性パネル構

成分子群を設定する。当パネル構成分子群の選定におい

ては、サンプルデータ数に応じた通常の統計手法に加え、

独自に開発した「表現型相異指向解析」を用いる。加え

て、c. 収集整備した肝毒性に関する分子知識・計測情

報を利用して、in vitro と in vivo データの新規ブリッ

ジング手法の開発を行う。 

 上記研究目的の内、今年度は、 パネル構成分子群の

設定、in vitro と in vivo データのブリッジング手法の

開発の2点について、研究を進めた。 

パネル構成分子群の設定について、構成分子群の選定

のためのこれまでの結果である、コントロールと薬剤投

与後の間で、投与サンプル、薬剤、投与後経過時間ごと

の発現の異なる分子群候補に及び毒性に関する生理的測

定値に基づいて、最終的なパネル構成分子群の予備的な

選定を行った。上記特徴的な分子群候補及び生理的測定

値の検討のため、ウェブによる可視化された二次データ
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ベースを構築し、大量な解析結果の検討のための利便性

を向上した。また、投与薬剤毎に、分子群候補に関して、

in vitro と in vivo それぞれでパスウェイ解析を実行し、

その結果に基づき結合確率を計算することで、in vitro

と in vivo 間での特異的分子群の相異を巨視的観点から

推定した。同時に、二次データベースに収納するパスウ

ェイ群の情報を医薬健栄研と共有し、医薬健栄研が策定

するオントロジー工学的手法を用いた肝毒性イベントマ

ップの構築（拡張）を支援した。さらに、肝毒性イベン

トマップの構築支援に際して、我々の独自技術であるネ

ットワークスクリーニング（ネットワーク構造と計測デ

ータの整合性評価）により、マップと遺伝子発現データ

との親和性を見積もった。最終的に、各薬剤の特徴的な

生理的測定値を予測可能な分子群を、投与サンプル、投

与後経過時間、パスウェイを考慮した選定を進めている。 

in vitro と in vivo データのブリッジング手法の開発

については、まず解析データの選定を行った。上記パス

ウェイ解析の結果、in vitro と in vivo 間での特異的分

子群の相異が、無い場合、顕著な場合に分類し、それぞ

れの場合で、in vitro データから in vivo データへの予

備的な予測を試みた。この際、各薬剤投与のすべて in 

vitro と in vivo データを採用する場合と、生理的測定

値や投与後経過時間を考慮してデータを選択する場合に

ついてそれぞれ予測を行い、30年度のブリッジング手

法開発の準備を行った。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］遺伝子発現、肝毒性、創薬 

 

［研 究 題 目］プロスタグランジン受容体の立体構造を

基盤とした創薬開発を目指す革新的技術

の創出 

［研究代表者］小林 拓也（京都大学） 

［研究担当者］広川 貴次（創薬分子プロファイリング

研究センター） 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

本研究は、プロスタグランジン（PG）受容体をモデ

ルとして、立体構造を基盤とした創薬開発を目指してい

る。同じターゲットに対して異なる技術を融合すること

で、創薬に向けた新しい技術基盤を立ち上げることを目

標としている。本年度は以下の研究成果を得た。 

 産総研では、プロスタグランジン（PG）受容体の構

造生物学データを医薬・創薬の問題に活用するために、

構造情報に加え、分子動力学シミュレーションおよびイ

ンシリコスクリーニングを中心としたバイオ、ケモイン

フォマティクスの手法を適用し、立体構造に基づく機能

メカニズムの推定により、生物学的現象の理解と薬剤の

探索および分子設計を支援する。特に、分子動力学シミ

ュレーションを積極的に活用し、アロステリック効果に

本質的な相互作用部位を抽出し、合理的に構造変化を制

御する化合物をインシリコスクリーニングにより探索す

る。インシリコスクリーニングによって選定された化合

物は、他のグループと連携し、実験による評価や化合物

の最適化を行う。その結果は、分子動力学シミュレーシ

ョンやインシリコスクリーニングのパラメータ調整にフ

ィードバックさせることで、PG 受容体の構造を制御す

る化合物探索・設計技術を高度化させる。 

 H29年度の成果として、EP4の結晶構造を用いて、新

たな制御化合物の取得を目的に ONO 化合物の結合パス

ウェイを解析するための MetaD と、ONO 化合物の結

合に重要な相互作用因子を解析するための通常の MD

計算を実施した。MetaD の結果では、ONO 化合物は、

一度、膜環境に挿入後、膜内での拡散を通じて EP4に

結合することが示唆された。また EP4に結合後は、Arg

や Tyr との相互作用が重要であるとの知見が得られた。

これらの情報を基に、ONO 化合物の結合部位における

新たな骨格を持つ制御化合物をドッキングによるインシ

リコスクリーニングにより同定した。スクリーニングラ

イブラリーは、購入可能で、かつ、ドラッグライクな

770万件の化合物ライブラリーを用いた。ドッキングの

際、EP4-ONO の MD 計算で重要とされた Arg をはじ

めとする3か所の水素結合、そして、MetaD の結果を反

映するため、膜内への親和性も加味したナフタレン基の

疎水性の効果を備え持つ化合物をドッキング条件として

設定した。その後、ドッキングスコアに加え、ONO の

化合物の結合様式を模倣する効果を取り入れるため、タ

ンパク質ーリガンド相互作用フィンガープリントと呼ば

れる情報処理により、ドッキングスコアと相互作用様式

の類似性を満たす化合物を選定した（この手法は、先行

研究で、ヒスタミン H1のインシリコスクリーニンクで

効果のあった手法であることが証明されている）。最後

に、化合物が膜への挿入と拡散運動を有する要素として、

疎水性や構造の自由度で絞込みを行い、120化合物を選

定した。来年度にこれらの化合物の実験による活性評価

を行う予定である。また、タンパク質の構造の自由度を

考慮したドッキング計算により、PG2および既知アゴニ

スト化合物の結合様式の予測を行い、今後のアゴニスト

スクリーニングための知見を得た。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］プロスタグランジン受容体、G タンパ 

ク質共役型受容体、分子動力学計算、 

インシリコ創薬 

 

［研 究 題 目］TLR7を標的にした SLE 治療薬の開発 

［研究代表者］長井 良憲（富山大学医学部）  

［研究担当者］広川 貴次（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 リード化合物 CB-7および B-11、またはその他有効性

を認めた合成誘導体が TLR7に結合ドッキングする部

位・機序を分子シミュレーションにより解析する。また
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これまでに合成した誘導体の活性評価を基に、構造と活

性との相関性を分子シミュレーションにより解析する。

それを基に、新規に合成する誘導体を分子設計する。 

今年度は、リード化合物 CB-7および B-11、またはそ

の他有効性を認めた合成誘導体が TLR7にドッキングす

る部位・機序を分子シミュレーションにより解析し、ま

たこれまでに合成した誘導体の活性評価を基に、構造と

活性との相関性を分子シミュレーションにより解析し、

それを基に、新規に合成する誘導体を分子設計すること

を目的とした。その成果として、CB-7を代表構造に、

TLR7への結合位置、結合ポーズを、分子動力学計算

（MD）により予測した。MD では、CB-7を1 %の濃度

で水溶液中に配置し、50 ns の MD 後、低自由エネルギ

ーで TLR7表面へ結合が確認できる部位を解析した。そ

の結果、二量体形成の相互作用部位に CB-7が結合しう

る部位を同定した。予測された CB-7の TLR7に対する

結合ポーズを基に構造活性相関を行った結果、これまで

評価された CB-7誘導体化合物の活性値と相関がみられ

た。重要なファルマコフォアとして、水素結合と疎水性

相互作用が1箇所ずつ、そして、親水性と疎水性が混在

する領域が1箇所の3箇所が同定された。新規合成化合

物については、これらの結果を反映し、水素結合は、保

存した状態で、疎水性相互作用領域と、親水性・疎水性

が混在領域を官能基置換部位に設定し、43官能基を用

いてインシリコ合成を行った。これらの合成化合物は、

TLR7とのドッキング計算と logP により CB-7よりドッ

キングスコアと logP が良好なものを候補化合物とし、

その後、実験での合成の容易さを考慮した最終候補化合

物を提案した。今後、活性結果のフィードバックを行い、

更なる高活性化を目指す。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］分子モデリング、創薬支援、バイオイン

フォマティクス、Toll 様受容体7阻害薬 

 

［研 究 題 目］新規バイオマーカー探索と統計学的手法

検討の探索的付随研究 

（AMED 革新がん治療 IMF-001医師主

導治験） 

［研究代表者］五島 直樹（創薬分子プロファイリング

研究センター） 

［研究担当者］五島 直樹、福田 枝里子、小川 浩二 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 腫瘍組織に NY-ESO-1 抗原を発現し、術前化学療法

と根治手術を受けた食道癌患者に CHP/NY-ESO-1ポリ

ペプチド複合体（ワクチン）を投与した群10例と投与

しなかった群6例の血清中の各種抗体の産生を727種の

ヒトがん抗原蛋白からなるプロテインアレイを用いて網

羅的に検討するセロミクス解析をおこなった。 

 ワクチン投与患者は、術前化学療法後・根治手術前

（P2）、ワクチン投与後11週（11w）、23週（23w）、47

週（47w）の4点を対象に、非投与患者は、投与患者と

比較するために同様のタイムポイントを実施するが、検

体自体ないワクチン投与後23週（23w）を除いた、3点

を対象に測定をおこなった。 

 16例のみの結果であるが、NY-ESO-1および CTAG2

（NY-ESO-1と相同配列を持つタンパク質）に対する抗

体（ワクチン抗体）のシグナルパターンにより、ワクチ

ン投与・非投与群を5つに分類することができた。 

 投与群においては、P2では、ワクチン抗体は検出さ

れないが、11w 以降に抗体量が増加し検出された G1、

P2からワクチン抗体が検出され、11w では検出抗体量

が増加した G2、P2でワクチン抗体は検出されるが、検

出抗体量が減少していった G3と3つに分類することが

できた。 

 非投与群においては、P2でワクチン抗体は検出され

るが、検出抗体量が減少していった G4、どの測定ポイ

ントでもワクチン抗体が検出されなかった G5と2つに

分類することができた。 

 ワクチン抗体以外に対しては、共通性の高いものや抗

体量の増減が顕著なものに注目した。 

 SPAG16、EDNRB、TCF7、CCNE family に対する

抗体の上昇がワクチン投与後に認められた。この現象は、

ワクチンによって損傷を受けたがん組織から放出される

タンパク質が抗原となって2次的に抗体が産生される抗

原拡散（antigen spreading）と考えられる。またワク

チン非投与群においても VEGFB や GPRC5A に対する

抗体の上昇が認められたが、これらはワクチン投与群で

は認められないため、ワクチン以外の何か別の原因によ

る抗原拡散と考えられる。 

 共通性の高い抗体としては、LIMS1、MAGE family、

RBPJ、DDX53、TP53が認められたが、ワクチン投与

による抗体量の変化については、関連が低いと考えられ

る。ただ MAGE family については、P2から11w にか

けて大きく抗体量の低下が認められるものがほとんどで

あり、また健常人などほぼすべての血清中から検出され

る LIMS1の次に共通性が高い（11/16の陽性率）という

点から、食道癌のマーカーとしてだけでなく根治手術後

の治療判断マーカーとしてのポテンシャルを秘めている

可能性があり、別の意味で興味深い。 

 これまで測定してきた検体には、アレイ検出画像のバ

ックグラウンドが高く、かつバックグラウンドの大きな

ムラが発生して、正確な解析ができず、保留にしてしま

っていた検体があった。 

 このバックグランドの原因は、血清中に存在していた

抗小麦蛋白質ヒト IgG 抗体のアレイへの結合であると

予想した。アレイに搭載されている抗原蛋白をコムギ無

細胞系で発現させているため、プロテインアレイの作製

上、少ないながらも小麦蛋白が抗原蛋白と混在した状態

でアレイ上に存在してしまっている。そのため血清中に
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存在していた抗小麦蛋白質ヒト IgG 抗体が、アレイ上

の小麦蛋白と反応してしまうことが考えられる。 

 そこでそのような検体に対して、血清中の抗小麦蛋白

質ヒト IgG 抗体を不活性化させることを実施した。そ

の結果、バックグラウンドの低い、かつムラの少ない自

己抗体検出画像を得ることが可能になった。 

 ワクチン投与・非投与群それぞれ27例、計54例おこ

なう予定であり、現在までに16例、約30%が終了して

いる。上述したように解析を保留してあった検体15例

があるが、やり直し測定をおこなっていく。 

 解析をおこなうタイムポイントは、ワクチン投与群は、

術前化学療法前（P1）、術前化学療法後・根治手術前

（P2）、ワクチン投与後11週（11w）、23週（23w）、47

週（47w）の5点を対象に、非投与患者は、投与患者と

比較するために同様のタイムポイントを実施するが、検

体自体ないワクチン投与後23週（23w）を除いた、4点

を対象に測定をおこなっていく。また投与群で投与を途

中で中止した例は、中止時の検体も測定していく。 

 今年度、測定方法が確立できたため、今後は効率的に

測定を実施していくことが可能であり、来年度にすべて

の解析を終了する予定である。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］がんワクチン、免疫療法、がん抗原、 

CTA、抗原拡散、NY-ESO-1 

 

［研 究 題 目］プロテインアレイによる自己抗体の網羅

的探索、同一検体での検証と他検体での

追試（AMED 革新的がん医療実用化研

究事業） 

［研究代表者］谷川 千津（東京大学） 

［研究担当者］福田 枝里子（創薬分子プロファイリン

グ研究センター）（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 近年腫瘍細胞に対する免疫応答が脚光をあび、チェッ

クポイント阻害剤やネオアンチゲン・オンコアンチゲン

を対象とした免疫賦活化療法の効果が報告されている。

一方治療のみならず、腫瘍細胞に対する免疫応答の診断

マーカーへの応用も古くから行われている。がん抗原に

対する持続的な免疫応答が生体内で誘導される事で、自

己抗体は有望な早期診断マーカーとなりうると期待され

ている。また自己抗体の有無と、予後や免疫チェックポ

イント阻害剤の効果との関連が報告されるなど、がん患

者における自己抗体を網羅的に解析し臨床像との詳細な

検討を進めることで、診断だけでなく治療への応用が期

待される。  

 当チームでは、世界最大のヒト完全長 cDNA を基礎

としたインビトロプロテオームを作製し、未変性タンパ

ク質を搭載した網羅的プロテインアレイの開発に成功し

た。このシステムを用いることで、世界最先端の自己抗

体プロファイリング技術を確立している。これらの技術

を用いて、オーダーメイド医療実現化プロジェクトで収

集されたがん患者血清（全6疾患；肺腺がん、肺小細胞

がん、膵がん、胆道がん、子宮頸がん、子宮体がん）を

用いて、疾患特異的マーカーの探索を今回実施する。網

羅的プロテインアレイ（各疾患100名）及びフォーカス

プロテインアレイ（各疾患100-200名）を用いた解析に

より、新規の疾患診断マーカーや予後マーカーの同定を

目指す。さらに、宿主の HLA 多型との関連を解析する

ことで、効率的な拘束性ペプチドの同定が可能となり、

ペプチドを用いた ELISA 系の構築と早期の臨床研究、

企業への導出を目指す。血清中の免疫グロブリンは他の

代謝産物と比較して安定であることから、採血時や保管

条件の影響を受けにくく本解析に適している。これまで

プロテインアレイを用いた自己抗体の網羅的解析を行っ

ている産業技術総合研究所とバイオバンク試料を用いた 

DNA 多型・血清の解析実績のある東京大学のグループ

が共同研究を実施することで、新規の疾患診断マーカー

や予後マーカーの同定に結びつくと期待される。 

 平成29年度は、主に検体の準備と解析条件の検討を

実施した。検体の準備については、各施設で倫理審査の

承認を受けると共に、バイオバンクジャパン及び東京大

学医科学研究所血清バンクへ血清の利用申請を行い、

各々承認を受けた。バイオバンクジャパンより肺腺がん、

肺小細胞がん各100例及び医科研血清バンクよりコント

ロール173例の血清の提供を受けた。また次年度の解析

準備として、膵がん、胆道がん、子宮頸がん、子宮体が

ん、子宮筋腫、子宮内膜症各100例の血清の選択を実施

した。またこれらの検体について、臨床情報の収集と整

理を実施した。 

 また解析条件検討については、5-10検体ミックス血清

を用いた条件検討を行うと共に、個々の検体固有のバッ

クグランドの測定系を構築し、全検体についてバックグ

ランドの測定と優先して解析を実施する検体の選択を実

施した。アレイのバックグラウンドが中程度に高くなる

ことがわかっている市販検体をコントロールとして用い、

コントロールの値を100として他の検体の評価を行った。

肺小細胞がん100例のバックグラウンドを測定した結果、

バックグラウンドが高いためミックス血清の測定に用い

ることができない検体は5例のみであった。残りの95例

を用いれば、10検体ミックスのアッセイを行っても、

コントロールの値と比較して理論上平均66程度のバッ

クグラウンドで測定ができる計算になった。 

 上述の95例から任意の平均的な10例を2組選択し、そ

れぞれ10検体ミックス血清にして網羅的プロテインア

レイにかけて解析を行った。その結果、計算通り低バッ

クグラウンドで低い陽性シグナルも判別できる、精度の

良い解析結果を得ることに成功した。1組目では48個の

自己抗体、2組目では53個の自己抗体が検出された。更

にこの2組の間で共通の自己抗体は4個以上見られ、マ

ーカー候補が含まれることを示唆する結果となった。今
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後は肺小細胞がんの網羅的アレイの解析を進めると共に、

他の疾患やコントロールの健常血清のバックグラウンド

測定を進め、網羅的プロテインアレイ解析を行っていく。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］がん抗原、自己抗体、HLA 多型、プロ

テインアレイ、Immunome analysis 

 

［研 究 題 目］エクソソームを補足するための抗体及び

抗原に関する調査  

［研究代表者］五島 直樹（創薬分子プロファイリング

研究センター） 

［研究担当者］五島 直樹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 がん織特異的なエクソソームを選択的に補足するため

は、がん組織特異的に発現する膜タンパク質をターゲッ

トとして、抗原-抗体反応等を利用する方法が考えられ

る。がん特異抗原（CTA）を対象とし、CTA データベ

ースに登録されているタンパク質の中でも、膜貫通領域

を有するタンパク質を計算から導き出し、候補として提

示することが可能である。 

 エクソソーム上にはそのエクソソームが生成された組

織に、特異的に発現しているタンパク質が存在している

ことが知られている。我々は、がん組織特異的エクソソ

ームを捕捉するための抗体及び抗原に関する調査及び

JBIC の研究開発に関する指導を行った。 

 JBIC がエクソソーム捕捉のための抗体について調査

を行い、「一般的なエクソソーム表面抗原を捕捉する試

薬を用いた、エクソソーム捕捉系の構築」の評価を引き

続き行った。 

 がん疾患関連組織特異的な抗原候補の選定については、

表面抗原の中でも膜貫通タンパク質等が対象となると考

察した。産総研では、がん特異的なエクソソーム表面抗

原候補の探索の目的で、計算より導き出した膜貫通領域

を持ちがん疾患関連組織に存在するタンパク質について

調査を行い、さらにそれらの候補タンパク質と組織特異

的なタンパク質の組み合わせを考慮し、効率的なエクソ

ソーム補足系の情報を収集を引き続き行った。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］エクソソーム、がん、がん特異的抗原、

細胞表面マーカー、miRNA 

 

［研 究 題 目］自己ゲノム編集機構を利用した安全性の

高いゲノムデザイン技術の開発 

［研究代表者］間世田 英明 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］間世田 英明（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 一般に、遺伝子治療を目的として考えた場合、そのゲ

ノムの改変には、現時点では CRISPR/CAS9の利用が

考えられる。しかしながら CRISPR/Cas9システムを遺

伝子療法へ利用するには、大きな問題点が幾つかあり、

特に①目的遺伝子以外が改変されてしまうオフターゲッ

トの問題 → 重大な副作用が生じる ②外来ヌクレア

ーゼ（タンパク質）を細胞に発現導入しなければならな

い問題 → 個体レベルでタンパク質を特定の細胞だけ

に導入・発現させることが困難 などをクリアーした安

全性を担保したゲノム編集法が必要である。そこで、生

物の中に自己ゲノム編集機構 PODiR システムが存在し

ていることを見出し、PODiR システムをミミックした

核酸の導入のみで、意図した配列を改変（組換えでな

い）できることを、細菌細胞で明らかにした。本研究で

は、動物細胞にも存在が確認された PODiR システムを

利用して、核酸導入のみで意図した配列の改変を動物細

胞およびがん細胞で行うことを目標にしている。 

i)GFP をコードする遺伝子内に、PODiR 配列を形成

するような塩基（P 配列）を導入したものと、PODiR

を形成しないランダムな塩基（N 配列）を挿入した2種

の人為的に破壊された GFP 遺伝子を作成し、ii) それ

を動物細胞のゲノムに挿入可能なベクターに導入し、ア

ッセイ細胞の構築を行った。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］ゲノム編集 

 

［研 究 題 目］ヒト iPS 分化細胞技術を活用した医薬

品の次世代毒性・安全性評価試験系の開

発と国際標準化に関する研究 

［研究代表者］中西 真人（創薬基盤研究部門） 

［研究担当者］中西 真人（他1名） 

［研 究 内 容］ 

 ヒト iPS 細胞は、再生医療や創薬支援技術の素材と

して期待が集まっているが、なかでも重要なのは、医薬

品開発に用いられる標準的なヒト組織細胞の供給源とし

ての役割である。現在、日米欧の三極で同じ基準で医薬

品を審査するハーモナイゼーションの取り組みが進めら

れており、一方では、実験動物を使った医薬品安全性試

験を、ヒト培養細胞を使った試験で置き換える動きが進

んでいる。このような状況を背景にして、医薬品開発に

使用可能な、品質が一定の「標準ヒト組織細胞」の開発

が注目を集めている。本研究では、「標準ヒト組織細

胞」を作製するための前提となる「標準ヒト iPS 細

胞」を作製する技術の確立を目指している。従来の技術

で作製したヒト iPS 細胞は、品質にばらつきが大きい

ことが知られているが、我々が開発した欠損・持続発現

型センダイウイルスに OCT4, KLF4, SOX2, c-MYC の4

個の初期化因子（山中4因子）を同時に搭載した

SeVdp-iPS ベクターを使うと、ほぼ均質な iPS 細胞を

容易に作製できる。本年度は、28年度に開発した6因子

搭載ベクターを使って、フィーダー細胞やウシ胎児血清

などの標準化の妨げとなる要素を廃した条件下で、末梢

血から iPS 細胞を樹立するプロトコールを作成し、そ



研 究 

(568) 

の再現性を検証した。その結果、市販の培地 A と基質

B（共に動物成分不含）を産総研ベクターと組み合わせ

た場合に、非常に良好な再現性を得られた。培地 A と

基質 B は日本製であるが、共に米国でも市販が始まり、

この技術の世界標準化に向けて有利な状況が生まれつつ

ある。 

［領 域 名］生命工学   

［キーワード］iPS 細胞、安全性薬理試験、心筋分化 

 

［研 究 題 目］脳性麻痺者・脳卒中者の意思伝達支援の

ための非接触ジェスチャ認識インタフェ

ースの開発 

［研究代表者］伊藤 和幸（国立障害者リハビリテーシ

ョンセンター研究所） 

［研究担当者］依田 育士（人間情報研究部門） 

（常勤職員1名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

一般のキーボードやマウスといったインタフェースが

利用困難な脳性麻痺者等、重度の運動機能障害者を対象

に、ジェスチャにより情報機器を操作可能にするインタ

フェースの研究開発の最終年度を実施した。最終的に一

般のユーザが現実的に利用可能になるように、市販の画

像距離センサを利用し、不随意運動や痙性に対応するこ

とを前提とした非接触で非拘束なインタフェースを開発

した。 

具体的には、画像情報処理技術を用いて、多種多様な

脳性麻痺者、脳卒中患者の動き（ジェスチャ）の収集を

継続した。そして、随意運動が可能な対象部位を基に類

型化を行いながら、モジュール化されたジェスチャ認識

エンジンを開発し、長期評価からのフィードバックを受

けて各認識エンジンの完成度を高めた。 

長期実験として、脳性麻痺の方2名を対象とした在宅

での実験を継続した。1名の方は、指折りたたみジェス

チャでパソコンや電話操作等を状態遷移型メニューから

操作する実験を継続した。もう1名の方は、足踏みジェ

スチャで、現在利用している足のフットスイッチを代替

するような長期実験を行った。こちらは、カメラとソフ

トウェアで実現することで、スイッチの大きさが自在に

調節できる点、長期変動への対応も容易である点や、物

理的なスイッチのように長期利用でも壊れない点などの

様々な優位点を確認しながら実験を進め、足踏みジェス

チャに関しては、実利用可能な完成度まで高めることが

できた。今後は日常利用を予定している。 

また、これらの完成したソフトウェア（実行ファイ

ル）を無償で公開するためのプラットホームとして、ホ

ームページ（http://gesture-interface.jp/）を開設し、

ソフトウェア公開の基盤を完成させた。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］ジェスチャインタフェース、ジェスチャ

認識、インタフェース、パターン認識、

3次元画像理解、重度障害者支援 

 

［研 究 題 目］In-vitro 安全性試験・薬物動態試験の高

度化を実現する organ/multi-organs-on-
a-chip の開発とその製造技術基盤の確立 

［研究代表者］金森 敏幸（創薬基盤研究部門） 

［研究担当者］金森 敏幸、須丸 公雄、杉浦 慎治、

高木 俊之、佐藤 琢、豊田 裕子、 

長崎 玲子、進 和美 

（常勤職員4名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 本事業の参画者およびユーザー（医薬品メーカー研究

者）が一堂に会して以上の検討を実施、議論できる場で

ある集中研究拠点を、幹細胞評価基盤技術研究組合と協

力してアステラス製薬つくば研究センター内に整備し、

以下の研究開発項目を実施した。 

1. チップ製造技術開発 

 産業技術総合研究所が開発した PD-MPS（pressure-

driven microphysiological system）チップについて、

射出成型および3次元リソグラフィーを適宜使い分けて

部品を成型し、適切な組み立て技術を検討することによ

り、評価用デバイスが作製できることを確認した。3次

元リソグラフィーについては、出来上がった部品に対す

る薬物収着を防止する技術について、ほぼ完成の見通し

を得た。また、チップ内で膜状臓器を形成させるための

セルカルチャーインサートについて、設計および製造技

術の検討を開始した。 

2．検出系実装技術開発 

 セルカルチャーインサートへの TEER（transepithelial 

electrical resistance：経上皮電気抵抗）電極実装の検

討に着手した。3に関連し、細胞培養環境に影響を与え

ないごく微量の培地を定量的にチップ内から採取、保存

する技術について検討を開始した。 

3．培養モジュール・デバイス設計 

 上述の PD-MPS チップをプラットフォームとして

MPS の有用性をユーザー（医薬品メーカー研究者を想

定）にて実証することを目的として、平成30年12月の

完成を目処にα機を試作するための基本設計を終了した。 

4．実証試験 

 従来のソフトリソグラフィー法によって作製した

PD-MPS チップを用いて、1) 小腸-肝臓-正常組織－が

ん組織について、プロドラッグ型抗がん剤の in vivo で

の動態を再現、2) 培地流通型3次元培養技術によって、

肝代謝機能の大幅亢進、を確認した。項目2-1の竹内課

題および松崎課題と連携し、両課題で開発された培養技

術を PD-MPS に実装する検討を開始した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］細胞培養、マイクロプロセス、灌流培養、

細胞アッセイ、薬物動態、薬物毒性 
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［研 究 題 目］デバイスに搭載するヒト自律神経細胞と

標的臓器の安定的製造に関する研究開発 

［研究代表者］髙山 祐三（創薬基盤研究部門） 

［研究担当者］髙山 祐三、木田 泰之、櫛笥 博子、

若林 玲実（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、我々独自の技術であるヒト自律神経作製

技術を用い、自律神経と心筋細胞を接続することで機能

制御系を組み込んだ高機能の心筋組織を構築することを

目指している。前提となる技術に関して、我々の自律神

経作製技術ではヒト多能性幹細胞に約2週間の薬理操作

を行うことで自律神経前駆細胞を誘導、そこから一定期

間以上神経分化を行うことで自律神経を作製できる。こ

の技術の基づき、本年度は以下の3テーマを主要課題と

している。①自律神経の安定作製・規格化のために、こ

の自律神経前駆細胞作製の指標となる細胞表面マーカー

を同定できるかの検証。②この前駆細胞から神経分化を

行う過程で、どの程度の培養期間で自律神経系としての

機能が獲得されるかを解析するために、自律神経アゴニ

ストであるニコチンに対する細胞応答性をカルシウムイ

メージングにより解析する。③併せて成熟に伴う自律神

経機能の特性変化のプロファイルを作成するために、培

養細胞の電気活動測定（MEA: microelectrode array）

システム を用いて自律神経の電気活動を経時的に観測

する。その結果、自律神経前駆細胞における表面マーカ

ー候補として CD193, CD1b 等を同定することができた。

また、カルシウムイメージングによりニコチン応答性を

解析した結果、前駆細胞から自律神経様の機能を獲得す

るまで約2週間の培養期間が必要となることがわかった。

更に自律神経細胞の自発電気活動測定を行った結果、培

養開始後から2, 3ヶ月間に渡る遷移状態を同定すること

ができ、特にヒト自律神経の培養系においても顕著な同

期バースト活動が観測されることを見出した。 

 以上の通り、本年度では、我々がこれまで行ってきた

ヒト自律神経の誘導技術に関して、今後の作製指標とな

りうる各種バイオマーカー、活動様式に関して重要な結

果を得ることができたと考えている。 

［領 域 名］生命工学   

［キーワード］再生医工学、心筋細胞、幹細胞、自律神

経 

 

［研 究 題 目］薬物動態・安全性試験用 organ(s)-on-a-
chip に搭載可能な臓器細胞／組織の基

準作成 

［研究代表者］伊藤 弓弦（創薬基盤研究部門） 

［研究担当者］伊藤 弓弦、木田 泰之、舘野 浩章、

回渕 修治、原本 悦和 

（常勤職員5名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 Organ(s)-on-a-chip に搭載する臓器細胞の細胞源とし

て、ヒト臓器の初代培養細胞やヒト iPS 細胞から分化

誘導した臓器細胞が選択肢として考えられるが、バラツ

キやヒトへの外挿性の低さ等から検証結果の信頼性に対

しての問題が指摘されている。また、その細胞を用いて

の測定方法にバラツキがあれば、正しい測定結果を得る

ことは出来ない。そこで、3種類の肝細胞製品を用いて、

2名の実施者による、肝実質細胞が有する薬物応答能比

較検証を行った。結果、3種類の肝細胞製品ともリファ

ンピシン／オメプラゾール処理によって、代謝酵素の

mRNA 発現誘導が見られた。当該試験の1回目では、肝

実質細胞の播種から最後のサンプリングまで共通の手順

書を作成し、2名が同時にお互いの実施内容を確認し合

いながら実験を行うようにしている。その結果、3種類

の細胞製品とも、代謝酵素の mRNA 発現量、mRNA

発現誘導倍率ともに、かなり揃った結果を得ることが出

来た。一方で、当該試験の2回目では、全く同じ「手順

書」「ロットの凍結細胞ストック」「試薬」を用いたにも

かかわらず、代謝酵素の mRNA 発現量が大きく低いと

いう結果となった。あとからの調査により、手順書に無

いステップに大きな違いがあったことが判明した。 

 上述のとおり、搭載されている細胞が規格化されてい

ても、測定方法の手順書に不備があると、結果が大きく

変わってしまう。行間に左右されること無く、初見の実

施者でも同じ測定を実施可能な「測定方法の規格化」も

肝要であると示された。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］創薬、Organ(s)-on-a-chip、人体模倣シ

ステム、肝臓、小腸、規格、手順書 

 

［研 究 題 目］ヒト多能性幹細胞由来の再生医療製品製

造システムの開発（網膜色素上皮・肝細

胞） 

［研究代表者］伊藤 弓弦（創薬基盤研究部門） 

［研究担当者］伊藤 弓弦、舘野 浩章、廣瀬 志弘、

金森 敏幸、原本 悦和、回渕 修治、

杉浦 慎治（常勤職員7名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

 分離精製技術開発として、ヒト iPS 細胞から三胚葉

に分化させて、その過程における rBC2LCN レクチン

の反応性をフローサイトメトリーとヒト ES/iPS 細胞モ

ニタリングキットで解析した。更に、rBC2LCN-PE38

を用いてヒト iPS 細胞由来肝細胞への殺傷効果につい

て検討した。また、磁気ビーズ付加した rBC2LCN を

用いて移植用細胞中に混入した iPS 細胞の除去検証を

免疫不全マウスを用いて複数回実施し、除去能の高さの

再現性を確認した。 

 幹細胞評価技術開発として、ヒト多能性幹細胞の製造

工程に発生しうる逸脱状態を、人為的に作出する系を確

立し、その系を用いて逸脱細胞の性状解析を実施した。

さらに、逸脱細胞を検出するためのマーカー探索を遺伝
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子／タンパク質両方で開始し、候補因子を単離した。 

 スケジューリング、データ予測技術として、iPS 細胞

の初期分化誘導における液成因子の影響評価を行うため

の灌流培養マイクロ流体デバイスを開発した。特に、培

養チャンバー部分を開閉型とすることで、培養後の免疫

染色等の細胞評価を簡便に行えるデバイスを開発した。 

 国際標準化戦略として、産業化支援に関して、細胞製

造システムに関連する ISO/TC276/WG3, WG4などへの

参画を継続し、日本提案のステージを進めた。また、開

発ガイドライン策定事業にてインキュベータの運用に関

するガイドラインを作成した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］再生医療、iPS 細胞、ES 細胞、品質管

理、腫瘍源細胞除去、スケジューリング、

国際標準化、ガイドライン 

 

［研 究 題 目］腸管免疫と肝免疫、プロバイオティクス

による制御法の開発 

［研究代表者］辻 典子（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］辻 典子、渡邉 要平 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 NAFLD/NASH モデルマウス（STAM マウス）の作

成は産総研施設において、生後二日目に200 g／匹の

STZ を皮下投与し、離乳時から高脂肪食で飼育するこ

とにより行った。脂肪肝から脂肪肝炎、線維化、そして

肝癌へとヒトにおける非アルコール性脂肪性肝炎

（NASH）に類似した病態を短期間で安定的に発症する

ため、NASH の予防・治療の研究に適している。この

動物モデルを用いてプロバイオティクスによる疾病制御

を検討した。樹状細胞から IL-10産生を効率よく産生さ

せる乳酸菌 C60株を高脂肪食開始時より経口投与した

ところ、乳酸菌投与群で炎症および線維化のバイオマー

カーが抑制された。疾病制御のメカニズムを解明し、よ

り有効な疾病の予防・治療方法を開発するために、腸管

上皮の安定性を解析した。NASH 発症機序の一つとし

て、腸管からのエンドトキシンの流入による肝炎症の誘

起が示唆されている。我々が作成した STAM マウスに

おいても健常マウスに比べてリポポリサッカライド

（LPS）の受容体であるトル様レセプター（TLR）4の

発現が肝臓において顕著に増強しており、代謝異常に加

えて自然免疫シグナルを介した疾病の発症・増悪の機序

が存在すると考えられた。また、乳酸菌投与群において

は、それらの発現が制御されていた。以上の結果から

STAM マウスにおける C60乳酸菌の経口投与は、腸管

透過性（腸管バリア）の安定化によりエンドトキシンの

流入を抑制した可能性があり、NASH においてプロバ

イオティクスの経口投与は、炎症や線維化の制御など疾

病早期における重症化予防に有効と考えられた。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］腸管免疫、腸管バリア、抗炎症、非アル

コール性脂肪性肝炎（NASH）、プロバ

イオティクス 

 

［研 究 題 目］糖鎖利用による革新的創薬技術開発事業 

［研究代表者］久野 敦（創薬基盤研究部門） 

［研究担当者］久野 敦、梶 裕之、栂谷内 晶、 

鈴木 祥夫、岡谷 千晶、野呂 絵里花、 

藤田 弥佳、富岡 あづさ、助川 昌子、 

菊池 真美子、田中 ナナ、鈴木 奈美、

廣瀬 明子、島﨑 裕子、板倉 陽子、 

曽我部 万紀、永井 美杉、植木 彩、

日尾野 隆大、小野 綾香 

（常勤職員6名、他14名） 

［研 究 内 容］ 

 本事業では、糖鎖標的を探索･検証するための技術シ

ステムを、先進の国産糖鎖解析技術を改善、開発して3

年以内に構築し、創薬標的シーズを導出することを目的

とする。具体的には、極微量の糖鎖変化を網羅的に検出、

検証するための超高感度化・自動化分析装置の開発や、

糖鎖標的候補分子を試料中から特異的に濃縮、調製する

手法を迅速に構築する技術の開発を進めている。また、

微量サンプルで糖タンパク質等の構造プロファイルを迅

速かつ精密に解析する技術の開発や、比較定量解析手法

による標的糖タンパク質候補の絞り込み技術の開発、得

られた構造解析情報を解析し、結果を表示するソフトウ

ェアの開発も進めている。昨年度に引き続き手法の最適

化等について、計画通りに進められた。設定したマイル

ストーンもおおむね達成している。具体的には、モデル

試料を用い、試作レクチンアレイチップ、試作アレイス

キャナーおよび自動分析装置の性能評価を行い、結果を

共同研究先や外注先のメーカーにフィードバックした。

蛍光染色済 FFPE 組織切片の糖鎖プロファイリング解

析プロトコルを確立することに成功し、既知分子マーカ

ー抗体 およびレクチンにより蛍光染色した組織切片の

糖鎖プロファイルデータを取得できた。蛍光性磁気ビー

ズ表面にレクチンを固定化する際の反応条件（反応時間、

温度、濃度）の最適化を検証した。さらに、作製した蛍

光性磁気ビーズを用いて、生体試料中の糖タンパク質の

濃縮効果等を検証したところ、良好な結果が得られた。

詳細構造解析技術開発では、モデル試料を用いた試料調

製法の応用、大規模同定方法および安定同位体標識を利

用した前駆体イオン・エリア比較による相対定量法の条

件設定を行った。ヒト試料を用い、候補群のリストを作

成した。先行標的候補の詳細構造解析を4タンパク質12

試料に拡張した。各解析ステップの改善を行った。標的

候補分子絞り込みのため、膜糖タンパク質試料比較系・

技術を検討した。膜糖タンパク質を抽出するための条件

を比較検討し、さらに比較定量手法の検討を進め、モデ

ル試料からのデータを得た。標的候補分子の絞り込みを
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効率良く行うため、情報システムの実装を進めるととも

に、先行リストの絞り込み作業を進め、標的分子の有効

性を検討・確認した。 

［領 域 名］生命工学   

［キーワード］糖鎖標的、治療薬開発支援技術、糖鎖、

グライコプロテオミクス、レクチン 

 

［研 究 題 目］糖鎖利用による革新的創薬技術開発事業

（次世代治療･診断実現のための創薬基

盤技術開発事業） 

［研究代表者］千葉 靖典（創薬基盤研究部門） 

［研究担当者］千葉 靖典、舘野 浩章、佐藤 隆、 

清水 弘樹、横尾 岳彦、浅田 眞弘、

後藤 雅武、安形 清彦、高橋 佳江、

中島 真理子、作田 智美、長島 生、

黒須 克恵、萩原 梢、菊池 真美子、

辻川 紫華子、鈴木 加代、村上 仁子、

芦崎 拓也、秀島 彩美、壬生 佐代子、

横江 貴之（常勤職員6名、他16名） 

［研 究 内 容］ 

 創薬標的の枯渇は、我が国の医薬品産業の直面する最

も重大な課題の一つであり、新たな技術開発にもとづく

創薬標的の拡充が望まれている。本事業では創薬標的探

索に向け、糖鎖を利用した新たな創薬標的の探索手段の

拡充を目指すべく革新的な創薬技術基盤の開発を行うこ

とを目的とする。 

 本研究では、糖鎖修飾酵素による糖アミノ酸修飾利用

技術の開発および糖タンパク質精密合成技術のプラット

フォーム化、マイクロ波利用糖ペプチド精密合成技術開

発、高効率な糖タンパク質抗体取得プラットフォーム開

発、糖鎖標的特異的抗体の迅速スクリーニング技術開発、

糖タンパク質抗体評価技術プラットフォームの開発の5

課題を分担し、研究開発を進めている。 

 平成29年度は、34種の糖鎖関連酵素を発現し糖アミ

ノ酸や糖ペプチドへの基質選択性を解析するとともに、

複数の標的候補糖タンパク質の部分糖ペプチドセットを

合成し、免疫やエピトープ解析を実施した。糖ペプチド

合成試作機において、反応時の攪拌に代わるバブリング

法の確立と必要試薬量の低減に成功し、プロジェクト内

で抗体医薬開発に展開される糖ペプチド抗原を合成した。

タンパク質の細胞外領域をリコンビナントタンパク質と

して生産し、糖鎖付加位置や糖鎖構造などの糖鎖情報を

抽出、標的となる疾患糖鎖を含んだ糖ペプチドや糖タン

パク質を調製し抗体取得のため免疫を行った。糖転移酵

素遺伝子ノックアウトマウスに抗原を免疫し、RNA-

seq 解析の結果を基に抗体遺伝子を単離することで糖タ

ンパク質を認識する抗体作製に成功した。さらに得られ

た抗体について、フローサイトメトリーや表面プラズモ

ン共鳴センサーを用い、標的糖タンパク質やがん細胞株

への結合性を解析した。 

［領 域 名］生命工学   

［キーワード］糖鎖、標的薬、抗体、糖鎖合成 

 

［研 究 題 目］変形切除が可能な肝切除シミュレーショ

ンシステムに器具の触覚センシングと

位置モニタリング可能な医療用ワイヤ

レスマイクロセンサシステムを合体し

た腹腔鏡下肝切除術のリアルタイムナ

ビゲーションシステムの開発 

［研究代表者］前田 龍太郎（エレクトロニクス・製造

領域研究戦略部） 

［研究担当者］前田 龍太郎、魯 健、張 嵐 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 3軸磁気センサノード（有線、感度：<0.1 mT（3軸、

X、Y、Z）、測定レンジ：＋／−100 mT 以上（3軸、X、

Y、Z））を肝臓に取り付け、磁気センサシステムで得ら

れる肝臓位置データを一致させる方法、具体的なセンサ

ノードの肝臓上での位置と数、及び位置合わせの結果の

正確性を確認する方法を筑波大学医学部と協力して開発

した。さらに肝臓を変形することにより生じるセンサノ

ードの移動に追従して、リアルタイムに肝臓の変形を

Liversim®上に再現する機能の開発を株式会社レキシー

と協力して行った。 

肝臓の変形に伴う変位（グリソンは2 mm、肝静脈は

5 mm、肝臓の位置のずれは5 mm）を予測するために、

臓器に取り付けたセンサの位置同定精度は5 mm 以内を

達成した。 

 磁気センサによる位置同定方法の原理確認を行うため

に、電磁石を使って、5 mm の位置同定精度を実現する

磁界分布を生成した。3次元空間の磁界分布を電磁界シ

ミュレータで計算し、空間の各場所の磁界の強さと方向

の計算結果を得てデータベースに位置同定データとして

格納した。3次元空間内に配置されたデバイスの磁界の

値（強さと方向）を計測するセンサノードを配置し、位

置同定データとデバイス位置で実測した磁界の値とセン

サノードの計測結果をマッチングさせることでデバイス

の空間位置を遅延時間1秒以内で特定した。肝臓全体が

十分に収まる大きさの空間（500×500×400 mm）の

人工磁場空間を対象とした。位置同定精度数 mm 以下

とできる3D マイクロ磁気センサーノード（10 mm 角以

下、有線）を設計・製作し、位置同定精度の評価を実施

し、精度2 mm 以下とすることを確認した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］磁気センサ、センサノード、肝臓手術、

手術ナビゲーション 

 

［研 究 題 目］安全評価基準、効果性能基準、実証試験

基準、中間審査会およびステージゲート

審査会における審査基準、ロボット介護
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機器開発・導入指針の作成、開発補助事

業支援、ロボット介護機器に関する調査、

共通基盤技術開発支援 

［研究代表者］比留川 博久（ロボットイノベーション

研究センター） 

［研究担当者］比留川 博久、大場 光太郎、 

松本 吉央、中坊 嘉宏、松本 治、 

梶谷 勇、本間 敬子、角 保志、 

脇田 優仁、田中 秀幸、宮腰 清一、

原 功、藤原 清司、尾暮 拓也、 

尾形 邦裕、小栢 進也、大川 弥生、

澤田 英繁（ロボットイノベーション研

究センター）吉田 英一、吉安 祐介、

鮎澤 光、今村 由芽子、遠藤 維、 

小島 一浩、児島 宏明（知能システム

研究部門）堀 俊夫、三輪 洋靖、 

多田 充徳、小林 吉之（人間情報研究

部門）西村 拓一、北村 光司、 

西田 佳史、福田 賢一郎（人工知能研

究センター）（常勤職員31名、他2名） 
［研 究 内 容］ 

 人との関わりに拡張した V 字モデルに基づく安全、

性能、効果基準と、評価指標に従った試験手法、装置、

検証手法を開発した。「効果性能基準の開発」では、高

齢者の人体特性同定実験結果を人体シミュレーションソ

フトウェアに反映し、体型変更可能な人体シミュレーシ

ョン技術を開発した。移乗・移動支援機器に対して静的

安定性・関節トルク・接触力・体格差による姿勢変化等

を指標として機器の動作軌道や幾何パラメータを評価し

た。高齢者模擬装置により、非装着移乗支援ロボット使

用時の身体負荷・快適性を定量化した。介護作業記録、

位置計測、簡易モーションキャプチャシステムを用いた

介護施設等での実証評価を行った。画像による人物位置

検出システムの統合と介護施設での実用検証を実施した。

ビーコンによる人物位置検出システムの学習フェーズ強

化・改良と統合検証を実施した。「安全評価基準の開

発」では、本質安全設計支援ツールのコンテンツ更新、

リスク見積もり機能改良を行い、安全化設計技術指導書、

安全化設計事例集をまとめた。被介護者の各種行動計測

センサ、施設内の事故・インシデントデータの時空間記

録やリスク可視化可能なウェブ版ソフトウェアを開発し、

介護現場に導入・実証した。ISO 13482認証を活用した

欧州 MDD 認証により、ロボット介護機器に汎用な安全

化設計の適合性評価手法を開発した。中間審査およびス

テージゲート審査の審査基準の妥当性確認のため、各審

査と実証試験、開発機器のデータベース化と開発プロセ

ス分析に基づいたモデル分析を行った。介護機器開発に

おける実証試験ガイドライン、ロボット介護機器開発・

導入指針、ロボット介護機器開発コンセプトシートを完

成した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］ロボット、介護支援機器、基準、評価、

安全、効果 

 

［研 究 題 目］未来医療を実現する医療機器・システム

研究開発事業 医療機器等に関する開発

ガイドライン（手引き）策定事業 

［研究代表者］鎮西 清行（健康工学研究部門） 

［研究担当者］鎮西 清行、池原 譲、伊藤 弓弦、 

梅村 浩之、岡崎 義光、梶谷 勇、 

小関 義彦、坂無 英徳、榊田 創、 

達 吉郎、西田 正浩、花田 幸太郎、 

廣瀬 志弘、本間 敬子、山下 樹里、 

葭仲 潔、鷲尾 利克 

（常勤職員17名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

 次世代の医療機器を早期に臨床導入するためには、円

滑な機器の開発、迅速な薬事審査、市販後の安全維持を

総括的に検討すべきで、これらは関連する産業の発展、

国際競争力の強化、安心・安全な機器の利用、国民の

QOL の向上に大きく寄与する。本研究は、円滑な機器

の開発と迅速な薬事審査への寄与を目的とした開発ガイ

ドラインを策定することにある。 

 平成29年度は、8つの開発 WG を組織し、5件のガイ

ドライン（手引き）（案）を策定し、英訳版ガイドライ

ンを1件作成した。 

（1）再生医療（ヒト細胞製造システム）開発 WG では、

再生医療等製品製造の作業所におけるインキュベー

タの運用に関するガイドライン（手引き）案をまと

めた。また ISO（TC198/WG9）文書提案用に再生

医療等製品の製造所における顕微鏡の設置と維持管

理に関するガイドライン2017（手引き）の英訳版を

作成した。 

（2）体内埋め込み型材料（積層造形医療機器）開発

WG では、三次元積層造形技術を用いた椎体間固定

デバイスの開発ガイドライン (手引き)案をまとめた。 

（3）体内埋め込み型材料（生体吸収性材料）開発 WG

では、マグネシウム合金を用いたスーチャーアンカ

ー及び骨接合材料等の整形インプラントに関する開

発ガイドライン（手引き）案をまとめた。 

（4）画像診断（近赤外イメージング検査システム）開

発 WG では、化合物半導体ハイブリッドイメージン

グセンサーの規格化、医用照明規格の近赤外波長域

への適応可否を検討した。 

（5）在宅用医療機器（人工呼吸器）開発 WG では、日

本遠隔医療学会（JTTA）と連携して、在宅生体モ

ニタリング機器情報遠隔伝送に関する開発ガイドラ

イン（手引き）案をまとめた。 

（6）スマート治療室開発 WG では、スマート治療室の

システム構成・運用に関する開発ガイドライン（手
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引き）案をまとめた。 

（7）人工知能分野開発 WG では、審査 WG と連携し

て、人工知能技術を利用した医用画像診断支援シス

テム開発ガイドライン（手引き）について検討した。 

（8）ホウ素中性子補足療法（BNCT）開発 WG では、

審査 WG と連携して、ホウ素中性子捕捉療法

（BNCT）に関するガイドライン（手引き）につい

て検討した。 

 この他、マイクロ波乳がん検査装置につき、開発

WG 構築の準備検討を行い、翌年度以降に開発ガイド

ライン（手引き）案の検討を開始することとした。 

 医療機器開発ガイドラインの普及活動として、医療機

器等ガイドライン活用セミナーとして生体吸収性・生体

由来材料に関するガイドライン解説（平成29年9月1日）、

積層造形医療機器ガイドライン解説（平成29年10月13

日）、開発ガイドライン・評価指標から国際標準化（平

成30年2月21日）の3回のセミナーを開催し、最新動向

の情報提供を行った。聴講者は合計315名であった。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］医療機器開発ガイドライン、薬機法、再

生医療、生体適合性インプラント、低侵

襲手術機器、医療用ソフトウェア 

 

［研 究 題 目］ファインバブル利用による滅菌装置の開

発 

［研究代表者］平澤 誠一（製造技術研究部門） 

［研究担当者］平澤 誠一、綾 信博、三宅 晃司、 

苑田 晃成、小比賀 秀樹、鷲尾 利克、

小関 義彦、兼松 渉、辻内 亨、 

安井 久一、木塚 優子 

（常勤職員10名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
 オゾンファインバブル水を用いた滅菌装置の開発にあ

たり、被滅菌物へのオゾンファインバブル水の安全性評

価を行った。 

 鋼製小物の主たる構成材であるステンレス鋼から、実

際の医療機器に使用されている実績、結晶の組織構造お

よび耐酸性・耐腐食性をもとに、 7種（ SUS304, 

SUS309S, SUS310S, SUS316, SUS316L, SUS430, 

SUS410）を選定し、それぞれについて、平板（無加

工）、曲げ加工、穴あけ加工、溶接肉盛り加工を施した

試験片を作製し、対オゾンファインバブル水耐久試験を

開始するとともに、腐食・劣化を的確に評価可能な試験

前後の画像取得プロトコルを決定した。溶存オゾン濃度

5～6 ppm（装置上最高濃度）、暴露時間12時間の条件

下においても、顕著な腐食は見られていないが、高解像

度かつ深度補正によりすべての表面にピントを合わせた

画像を用いて、一部の SUS 肉盛り溶接部分に目視が難

しい程度の微細な錆（微妙な赤変）の発生が確認された。 

 樹脂材料については、前広に10種のゴム系材料につ

いて8時間の暴露試験を実施し、その前後における外観

の他、弾性率・破壊強度などのマクロな物性の変化を、

JIS K-6251 3号引張試験を外注し評価した。ブチルゴ

ム、フッ素ゴムにおいては表面の溶出が、ポリエーテル

系ウレタンゴムでは表面の荒れによる白濁と弾性率の大

幅な低下（10 %程度）が、それぞれ確認されており、

当該装置による処理に注意が必要であることが示された。

一方で、シリコーンゴムについては、外観上もマクロ物

性上も大きな変化はなく、問題なく使用できるものと考

えられる。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］ファインバブル、滅菌 

 

［研 究 題 目］腫瘍内不均一性を考慮した癌生細胞検査

法の開発 

［研究代表者］杉浦 慎治（創薬基盤研究部門） 

［研究担当者］杉浦 慎治、高木 俊之、須丸 公雄、

金森 敏幸、山平 真也、佐藤 琢、 

進 和美（常勤職員4名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、不均一な細胞群を三次元培養下の形態と

蛍光標識を指標として単離・培養できる『ハイコンテン

ツイメージングセルソーター』を開発する。これを用い

て、マウス発癌モデルやヒト臨床検体由来の細胞からの

細胞分離を実施する。 

本年度は、蛍光を用いて細胞を分離可能な細胞分離装

置を開発した。エンジニアリングシステム株式会社とと

もに H26年度までに開発した3D イメージングセルソー

タ－をベースとして、蛍光撮像・解析機能を搭載し、三

次元培養下での形態や、二次元および三次元培養下で蛍

光標識された癌細胞を自動的に単離する装置、ハイコン

テンツイメージングセルソーターの設計を前年度までに

行い、今年度は装置を完成させた。 

また、マウス乳癌由来の株化細胞を用いて細胞の形態

と癌の性質の違いを示唆する予備検討結果を得た。 

［領 域 名］生命工学   

［キーワード］細胞分離、がん診断、高分子ゲル、医療

機器、光化学プロセス 

 

［研 究 題 目］メコン川流域における肝吸虫患者の

QOL 維持とがん予防に資する革新的診

断システムの開発と普及 

［研究代表者］成松 久（創薬基盤研究部門） 

［研究担当者］成松 久（他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、国内提案者の糖鎖・タンパク質に関する先

端解析・診断技術を駆使し、タイ・ラオスで罹患率が非

常に高い感染症である肝吸虫感染患者の、感染から発癌

までの病気の進行や、胆管がん（CCA）の発がんリス

クを低侵襲的に定量化できる革新的診断システムをタ
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イ・ラオス研究者と共同で開発し、現地供給することを

目的とする。本年度の成果は以下のとおりである。28

年度より協力会社から貸与を受けコンケン大に設置して

いる自動免疫測定装置を利用し、日本のマーカーについ

てコンケン大学メンバーによりタイ試料278検体を測定

した。その結果、タイの CCA 患者の診断にも適用可能

であることが示唆された。タイで開発された二つのマー

カー候補はあるムチン上の糖鎖エピトープを認識する二

つのモノクローナル抗体（mAb）である。しかしこれ

らの二抗体は IgM であり自動化システムに適用するに

は向かない。そこで昨年に引き続き日本チームはこれら

の抗体の IgG へのクラススイッチを実施した。IgG2a

へのクラススイッチを行い、現在 KKU にて活性測定を

検討している。プロジェクト三年目の定例会議はタイコ

ンケン大学で行われた。日本からはプロジェクトメンバ

ー全員とともに、二名の臨床医師を外部専門家として招

聘した。会議と同時にミニシンポジウム「現在の糖鎖科

学と糖鎖技術：医療への応用」が開催され、約60名が

参加した。糖鎖比較プロファイリングによるバイオマー

カー探索のための先端技術とプラットフォーム、タイに

おける肝吸虫由来胆管癌の分子疫学的研究、胆管がんな

どについて発表した。シンポジウムでは活発かつ双方向

的な学術的雰囲気で参加者間での協力体制を導いた。本

プロジェクトではタイ・ラオスの若手研究者の育成も視

野に入れており、KKU の学生一名を e-Asia 枠による

国費留学生として受け入れ手続きを進め、次年度からの

受け入れが可能になった。 

［領 域 名］生命工学   

［キーワード］バイオマーカー、がん、糖鎖、レクチン 

 

［研 究 題 目］保存血清のメタボロ－ム解析による疾患

診断の有用性の検証と応用（レクチンア

レイによる慢性疾患の異常糖鎖検出） 

［研究代表者］成松 久（創薬基盤研究部門） 

［研究担当者］成松 久、梶 裕之、久野 敦 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、産総研がこれまで実施した糖鎖バイオマ

ーカー開発において確立した技術を応用し、バイオバン

クジャパン（BBJ）保存血有効活用の一環として、新規

ないし既存の独自開発糖鎖バイオマーカーの有効性を産

総研と慶應大学の研究分担者の連携により検討すること

を目的としている。昨年度より BBJ 保存血および東北

メディカルメガバンク（ToMMo）保存血を用い、血中

分子 M の比較糖鎖プロファイリングと、血中エキソゾ

ーム上比較糖鎖プロファイリングを開始している。本年

度はその継続実施を進めた。  

 まず、昨年度までに産総研で構築したレクチンアレイ

手法により、分子 M 比較糖鎖プロファイリングにて、

保存血中分子 M のがん性糖鎖変化の検出を慶應大学で

試みた。BBJ 保存血189例（膵臓癌、胆道がん、肝がん、

肺がん、食道がん、胃がん、大腸・直腸がん、乳がん、

卵巣がん、COPD、間質性肺炎）と東北メディカルメガ

バンク（ToMMo）保存血17例（健常者）、合計206症例

について分子 M 比較糖鎖解析を実施した。統計解析か

ら、乳がん、卵巣癌などと比べて肺がんや消化器がんで

有意に上昇するレクチン A を見出した。特に、肺がん

と非腫瘍性肺疾患（COPD、間質性肺炎）との比較では、

レクチン A は肺がんで高いことを見出した。マーカー

としての有用性を検証する目的で、レクチン A－抗分子

M 抗体サンドイッチ ELISA を構築し、健常者50例を含

む302症例にて検討したところ、その他腫瘍および非腫

瘍性肺疾患と比べて、肺がんにおける当該マーカー量は

有意に増加していた。本研究により、肺がん特異的分子

M 糖鎖マーカーを見い出すことに成功した。  

 昨年度までに、産総研にて確立した血中エキソゾーム

の比較糖鎖解析プロトコルを用い、慶應大学にて保存血

135例（健常者、各種がん、間質性肺炎、COPD、

RA）からエキソゾームを単離し、比較糖鎖解析を実施

した。統計学的解析の結果、健常者と卵巣癌・乳がんで

エキソゾーム上の糖鎖プロファイルが大きく異なること

が判明した。また、肺がん・間質性肺炎、COPD およ

び慢性気管支炎患者間での比較では、肺がんで特異的に

上昇するレクチン、および減少するレクチンをそれぞれ

いくつか見い出すことに成功している。 

［領 域 名］生命工学   

［キーワード］バイオマーカー、慢性疾患、糖鎖、レク

チン 

 

［研 究 題 目］miRNA 検出用基準物質の構築における

定量評価技術の開発 

［研究代表者］野田 尚宏 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］藤井 紳一郎（物質計測標準研究部門）

佐々木 章（バイオメディカル研究部

門）松倉 智子（バイオメディカル研究

部門）（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 蛍 光 相 関 分 光 法 （ Fluorescence correlation 

spectroscopy; FCS）を利用し、上位の標準物質からの

計量計測トレーサビリティ連鎖の実現という課題の解決

を目指して、miRNA の参照標準物質候補品の開発とそ

の評価技術の構築を行った。具体的には、昨年度までに

引き続き miRNA 参照標準物質候補品をさらに選定し、

それらを用いて FCS 法による評価を行うとともに、質

量分析技術による値付け技術の開発を行うとともに測定

妥当性の確認試験を行った。新たに作製した6種類の

miRNA 標準物質候補品を蛍光性 RNA インターカレー

ターである RiboGreen で染色し、FCS 測定に供した。

その結果、理論モデルでの解析に足る測定データ（自己
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相関関数データ）を取得することに成功した。miRNA

を完全に染色するためのインターカレーターの最適濃度

の条件を明らかにするために、長鎖の RNA を染める場

合よりも数倍高い色素濃度で染色を行い、FCS 測定を

行い、染色条件と定量値の関係について検討を行った。

認証標準物質の特性値決定のために用いる一次標準測定

法である同位体希釈質量分析法（Isotope dilution mass 

spectrometry: ID MS 法）を miRNA 分析に適用し、濃

度評価を行った。高分子試料に対して ID MS 法を適用

する場合、高分子を構成する単位分子を測定対象とする

場合が多く、本検討においては、ヌクレオチドを対象と

した ID MS 法を実施した。また、長さが異なる

miRNA 標準物質候補品を準備し、それらの分離特性に

ついて質量分析装置（LC/MS）を用いて検討を行った。

これらの一連の試験により、ID MS 法や LC/MS 法を

用いた miRNA 標準物質候補品の品質評価や値付けの実

現可能性を示すことができた。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］miRNA、蛍光相関分光法、質量分析法、

核酸標準物質 

 

［研 究 題 目］エピゲノム解析の国際標準化に向けた新

技術の創出 

［研究代表者］光山 統泰（人工知能研究センター） 

［研究担当者］齋藤 裕（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

目的： 

 エピゲノム解析では、目的とした測定結果が期待した

品質で得られているかどうかは、大量の配列情報をゲノ

ムにマッピングするなど、比較的高度な情報解析を経て

判断できる。期待した品質に満たない場合には、その原

因究明の手がかりを得るための情報解析が必要である。

エピゲノム解析にとって適切な情報解析を実施すること

は本プロジェクトの成否を左右する。本研究では、エピ

ゲノム標準化のための情報基盤である情報ツールとデー

タベースを構築する。 

研究計画： 

 エピゲノムデータ標準品質検査作業 

 本プロジェクトで計測されたエピゲノムデータについ

て、配列データレベルの品質検査を実施する。 

 エピゲノム情報解析パイプラインの構築 

 Bisulfite-seq データ用の高精度パイプラインを開発

する。 

 エピゲノムデータベースの構築 

 本プロジェクトで生産されたエピゲノムデータをカタ

ログ化したデータベースを構築することで、エピゲノム

研究コミュニティでデータ共有を促進する。データベー

スの構築を継続して実施する。 

進捗状況： 

エピゲノムデータ標準品質検査作業 

 品質検査パイプラインを構築し、本プロジェクトで計

測されたエピゲノムデータの品質検査を実施した。 

エピゲノム情報解析パイプラインの構築 

 Bisulfite-seq データ用の高精度パイプラインである

Bisulfighter を開発した。 

エピゲノムデータベースの構築 

 本プロジェクトで生産されたエピゲノムデータをカタ

ログ化したデータベースを構築した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］エピゲノム、国際連携、データベース 

 

［研 究 題 目］唾液の細菌メタゲノム解析とメタボロ

ーム解析から膵癌予測マーカーを明らか

にする研究 

［研究代表者］西嶋 傑（生体システムビッグデータ解

析オープンイノベーションラボラトリ） 

［研究担当者］西嶋 傑（他1名） 

［研 究 内 容］ 

 膵癌はハイリスク患者の絞り込みが難しく早期発見が

難しいため、切除不能なまで進行した状態で発見される

ことが多い。切除不能癌の1年生存率は約10%と極めて

予後不良である。 

 そのため早期発見が重要であるが、現状では CT や

MRI を軸とした定期的かつ長期にわたる経過観察スク

リーニング法が主流となっており多額の医療コストを要

する。近年、米国より口腔内細菌と膵癌の関連が示唆さ

れた。しかし、日本人と欧米人では遺伝素因と環境要因

が異なるため、日本人特有の細菌ゲノムマーカーの発見

が必要である。そこで本研究では膵癌患者、IPMN（膵

前癌病変）患者、健常者の唾液・糞便細菌叢の解析を行

い、それらの間で比較解析を行うことで、膵癌患者に特

徴的な菌叢構造や細菌ゲノムを明らかにすることを目的

とする。本研究により、膵癌を早期発見するための新た

なバイオマーカーの同定へつながる可能性があると期待

される。 

 平成29年度は膵癌患者20名、非膵癌患13名から唾液、

糞便サンプルを採取した。さらにそれらのサンプルから

細菌 DNA 抽出し、次世代シークエンサーに供するため

のライブラリ作成を行った。また、次世代シークエンサ

ーから得られたデータを解析するための情報解析パイプ

ラインの構築を行った。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］膵癌、唾液細菌叢、腸内細菌叢、マイク

ロバイオーム 

 

［研 究 題 目］機体管理及び安全性検証等に関する研究

開発 

「ロボット・ドローンが活躍する省エネ

ルギー社会の実現プロジェクト／無人航

空機の運航管理システム及び衝突回避技
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術の開発／運航管理システムの全体設計

に関する研究開発」 

［研究代表者］加藤 晋（知能システム研究部門） 

［研究担当者］加藤 晋、岩田 拡也、有隅 仁、 

神村 明哉、大楠 祐司 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 運航管理システムとは、無人航空機の機体や操縦者等

の登録・管理を行うとともに、空域や電波の共用を効率

的に行うための地上支援システムである。特に目視外飛

行を実現するためには、操縦者の目視に代わって周囲の

状況を認識し、衝突等のリスクを回避する必要があるが、

これを機上のセンサのみで実現するのは技術的に困難で

あるため、運航管理システムを通じて空域の情報を共有

することが期待されている。本事業の目的は、多数の無

人航空機が目視外で運用される環境において、空域の安

全はもとより利用効率など多様な要求を満たすための運

航管理の方法（運航管理コンセプト）を定め、それを実

現するための仕組み（運航管理システムとその運用方

法）を設計することである。本事業のうち、産総研は機

体管理及びセキュリティ対策の検討を担当している。 

 平成29年度は、空域管理や電波管理、セキュリティ

やプライバシ問題への対応のための機体及び運用者の登

録管理/認証/識別方法（機体管理）について検討を行っ

た。具体的には、運航管理システムのリスク対応につい

て、情報システムの要件として様々なとらえ方がある中

で、ディペンダビリティ（安全性、信頼性、セキュリテ

ィ）が重要であることを念頭に、特にセキュリティや安

全性の検討を行い、対応・対策を明確化することで、運

航管理コンセプトやシステム設計・構築への反映をまと

めるものとした。まず、運航管理システムに関連した事

業者から、想定した運用における懸念事項の収集を進め、

リスクとしての識別、分類、整理を行い、その評価と対

応方法の提案を、関係者との調整を反復することで、運

航管理コンセプトやシステム設計・構築に反映するステ

ップを明示した。これらに基づき、セキュリティ案件の

集約からシステム構成に当てはめてセキュリティ対策項

目案を具体化した。また、安全性案件の集約から、情報

共有部分や通知などが運航管理統合システムでは重要で

あること、機能として下位に通知が求められることや下

位把握を現実的にできるかが問題であること、多様かつ

先進的な無人機の飛行形態や運用環境に対応した機体管

理などの具体的な対策案をまとめた。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］災害対応ロボット、ドローン、無線通信、

低遅延、試験方法 

 

［研 究 題 目］LED を光らせ、測定して学ぼう・光技

術！ 人間が色を視る仕組み 

［研究代表者］田村 繁治 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］田村 繁治、安藤 昌儀、鎌田 賢司、

茂里 康、岡本 洋輔 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本課題では、人間が外部情報の8割を知る視覚に注目

し、人間が物や色を認識する仕組みを講義で学習する。

また、理解を深めるために、自然光、種々の日常利用さ

れる照明、最近普及が目覚ましい白色 LED、カラー

LED について、どのような光の成分から構成されてい

るかを測定する。そして、それらの光が身の回りの物体

の色とどのような関係があるのかを実験を通じて知るこ

とで、視覚情報の原理について考察させることを目標と

する。   

 人間は外部の情報の8割を眼から得ており、周囲の様

子を、色や形で判断する。物を見るのに欠かせないのは

光である。そこで、本プログラムでは、まず、人間が物

や色を認識する仕組みを学び、次に、最近、照明として

普及している LED を取り上げ、白色光のみならず、様

々な色の光を光らせ、その色や明るさを測定する。特

に、光源と反射の理解に重点を置く。さらに、光技術の

応用例としてレーザーによる微細構造の分析についても

学ぶ。 

 保護者を含め参加者は6名であった（その他：直前キ

ャンセル1名）。少人数ではあったが、生徒各人に実

験、機械操作などを全て体験してもらうことができ、ア

ンケートでは全員が「非常に満足」であった。実施機関

が多く、また、独自のキャンプ形式を実施する大学もあ

り、生徒・学校への案内、参加者集めが今後の課題とし

て残った。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］視覚、光、色、レーザー、反射 

 

［研 究 題 目］ナノセルロース系廃材を利用したリサイ

クル樹脂の改質 

［研究代表者］遠藤 貴士（機能化学研究部門） 

［研究担当者］遠藤 貴士、伊藤弘和、岩本伸一朗、 

妙見 夕佳、水馬 幸平 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本テーマは、セルロースナノファイバー（CNF）樹

脂複合材料の今後の普及拡大で発生する課題解決を目的

として、CNF の製造時や CNF 製品使用後の廃材の有

効利用技術の開発を進めることを目的としている。具体

的には、CNF 系廃材を利用し、リサイクル樹脂をバー

ジン樹脂と同様に市場で利用できる材料に転換する改質

技術の開発を行う。当グループ担当課題として、本年度

は、CNF 複合材廃材からリサイクル樹脂に対して高い

相容性を発揮できる補強材の作製のため、廃材ベース樹

脂の低分子化技術の構築を行った。 
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 過酸化物による CNF 複合材廃材ベース樹脂の低分子

化条件を構築するため、分担機関において作製した、モ

デル CNF-ポリプロピレン複合材を用いて、有機過酸化

物による処理を行った。過酸化物の種類および溶融混練

条件を変化させて作製した試料について、熱流動性

（MFR）評価、融点等の熱挙動評価、分子量評価を行

い、各条件の最適化を行った。その結果、流動性の目標

値である MFR＝100 g/10 min 以上となる条件を構築し

た。また、低分子化樹脂の相容性を向上させるためのマ

レイン酸による化学変性の評価として、分光学的手法の

適応性についても検証した。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］セルロースナノファイバー、リサイクル

樹脂、改質、廃材 

 

［研 究 題 目］層状構造における効果的フォノン散乱を

利用した高効率熱電カルコゲナイドの

開発 

［研究代表者］太田 道広（省エネルギー研究部門） 

［研究担当者］太田 道広、村田 正行、 

Jood, Priyanka（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

エネルギーの持続性を向上させるために、熱電発電技

術に世界中が大きな期待を寄せている。熱電発電を用い

ることで、未利用熱ならびに自然熱エネルギーを有用性

の高い電力に直接変換できる。しかしながら、現状では

熱電変換材料の効率は低く、幅広い実用化を達成するた

めには、優れた性能を有する新規材料を開発する必要が

ある。本研究では、日本（産業技術総合研究所）とフラ

ンス（クリスマット研究所）の若手研究者が協力し、ミ

スフィット層状カルコゲン化物における層状構造と積層

欠陥の制御という新しい戦略を提案して、熱電性能指数

ZT の向上を達成する。昨年度までの研究開発で予定さ

れていた研究期間（2年間）がほぼ終了して、本年度は

残された3カ月でこれまでの研究のまとめを実施した。 

昨年度までの研究開発で、ホスト層が硫化ニオブ

（NbS2）、ゲスト層が硫化ランタン（LaS）であるミス

フィット層状硫化物の(LaS)1.14NbS2と、セレン化ニオ

ブ（NbSe2）とセレン化スズ（SnSe）から成るミスフ

ィット層状セレン化物(SnSe)1.16NbSe2に注目し、産業

技術総合研究所では、ゼーベック係数、電気抵抗率、熱

伝導率、キャリア濃度、移動度、音速などの熱電物性値

を評価してきた。クリスマット研究所では、これら材料

において、高分解能透過型電子顕微鏡観察を用いたナノ

構造の評価と X 線回折法を用いた結晶構造解析を実施

してきた。本年度は、これら両機関で得た成果を照らし

合わせることで、両研究機関で協力して熱伝導率の低減

に関わる機構を詳細に解析し、ZT 向上のための戦略を

検討した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］熱電変換、日仏共同研究、未利用熱エネ

ルギー活用、層状カルコゲン化物、フ

ォノン・エンジニアリング 

 

［研 究 題 目］Ba－122系高温超伝導体の異常なピニン

グ特性の解明と臨界電流の向上 

［研究代表者］永崎 洋（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］永崎 洋、荻野 拓、石田 茂之 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、鉄系高温超伝導体 Ba1-xKxFe2As2、Ba 

(Fe1-xCox)2As2および BaFe2(As1-xPx)2（BaFe2As2を母物

質とすることから Ba-122系超伝導体と称される）を対

象として、純良単結晶を用いた臨界電流（Critical 

Current, Jc）の系統的評価を行うことにより、Jc 決定

要因となる磁束ピニング機構を解明するとともに、その

知見をベースとして、実際の超伝導材料の化学組成の最

適化とポストアニーリングによる結晶歪みの除去を施す

ことによって Jc の向上を実現した。特に、3種類のドー

ピングのバリエーションに共通して、Tc、Jc が最大とな

る組成は互いに異なっていること、また、その Jc が中

性子照射やポストアニールによって大幅に向上すること

が可能であること、さらに、Jc を決定づける磁束ピニ

ングの起源が、ドーパント原子が不純物として働き、そ

の近傍の局所的な電子状態を歪ませることに起因してい

ること等を明らかにした。本研究によって、鉄系超伝導

体の実用化に向けた最大の課題であった Jc 向上に向け

た物質設計指針が確立した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造   

［キーワード］高温超伝導 単結晶 デバイス 臨界電

流密度 

 

［研 究 題 目］ゲルマニウムスズ系薄膜のキャリア・熱

輸送特性の最適化と高性能トランジスタ

応用    

［研究代表者］内田 紀行（ナノエレクトロニクス研究

部門） 

［研究担当者］内田 紀行、前田 辰郎、福田 浩一、

岡田 直也、服部 淳一、服部 浩之

（常勤職員6名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 ゲルマニウム（Ge）は Si よりも高いキャリア移動度

を持ち、低温でトランジスタを作製できることから、ポ

スト Si 材料として期待されている。最近では、Ge はス

ズ（Sn）及び Si を添加する事で、さらなる移動度の向

上や直接遷移化が予測されており、本研究では、GeSn

層をトランジスタチャネル材料として総合的に評価し、

材料のポテンシャルを最大限引き出すことで、高性能か

つ低消費電力なトランジスタの開発を目指している。 

 目的達成に向けて、ベルギールーベン大グループが固
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体基板上に単結晶、及び多結晶 GeSn、GeSnSi 膜を作

製し、産総研グループは、キャリア輸送特性と熱輸送特

性、光学的特性を評価した。その結果、多結晶 GeSn

における Sn 析出の様子を明らかにし、析出を抑えなが

ら、高移動度化する熱処理条件を見出した。また、多結

晶 GeSn の移動度やキャリア密度に加えて、熱伝導率

の実測値を合わせて、デバイスシミュレーションのパラ

メータとし、多結晶 GeSn をチャネルとした、トラン

ジスタを設計した。特に、自己加熱をより詳細にアセス

メントするために、Ge 系チャネルのゲートスタックや

ソース・ドレインコンタクト等、デバイス構造における

熱輸送の計測を行い、それらをパラメータとしたデバイ

スシミュレーションを基に、熱的にも最適なデバイス構

造を設計し、デバイスシミュレーションによるサーマル

マネージメントに反映させることは、回路全体の信頼性

を向上するために必要であることを実証した。この成果

は2017年12月に開催された国際会議、IEEE SISC にお

いて発表した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］ポストシリコン、サーマルマネージメン

ト、ゲルマニウム系半導体 

 

［研 究 題 目］平成29年度海洋鉱物資源開発に向けた資

源量評価・生産技術等調査に係るコバル

トリッチクラスト国際鉱区における環境

ベースライン調査データ解析業務 

［研究代表者］田中 裕一郎（地質情報研究部門） 

［研究担当者］鈴木 淳、長尾 正之、山岡 香子、 

高橋 暁、鈴村 昌弘（環境管理研究部

門）、鶴島 修夫（環境管理研究部門）、

塚崎 あゆみ（環境管理研究部門） 

（常勤職員7名） 

［研 究 内 容］ 

コバルトリッチ・マンガンクラストは酸化マンガン鉱

物であり、コバルト、ニッケル、プラチナ、レアアース

（REE）を含有する。これは海山の頂部や斜面にクラ

ストを形成する。水深1,000 m から2,000 m において、

その平均的な厚みは、数 cm から数十 cm の範囲で変化

する。21世紀に入り、コバルトリッチクラストは金属

資源の枯渇・不足を解消する重要な金属資源の供給元と

して注目を集めている。このような背景の下、将来のコ

バルトリッチクラスト資源開発域周辺の環境影響評価に

貢献することを目指し、独立行政法人石油天然ガス・金

属鉱物資源機構受託研究「平成29年度海洋鉱物資源開

発に向けた資源量評価・生産技術等調査に係るコバルト

リッチクラスト国際鉱区における環境ベースライン調査

データ解析業務」を実施した。仕様書で示されている3

つの調査内容、「環境ベースライン調査で採取した試料

の分析」、「係留系で得られたデータ・試料の分析・解

析」及び「環境ベースラインデータの解釈」について、

研究を実施した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］コバルトリッチクラスト 

 

［研 究 題 目］平成29年度海洋鉱物資源調査に係る海洋

鉱物探査研究 

［研究代表者］下田 玄（地質情報研究部門） 

［研究担当者］下田 玄、針金 由美子、佐藤 太一、

後藤 孝介、井上 卓彦、三澤 文慶、

荒井 晃作、遠山 知亜紀、田中 弓、

石塚 治（活断層・火山研究部門） 

（常勤職員9名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

我が国の排他的経済水域及び延伸大陸棚海域において、

海底鉱物資源の賦存が期待できる有望海域を抽出するこ

とを目的に調査を実施した。我が国周辺海域で海底鉱床

の存在が期待できる海域は、プレートテクトニクスの観

点から3海域に限定される。すなわち、活動的な島弧で

ある琉球弧（沖縄海域）と伊豆－小笠原弧（伊豆海域）

及び、非活動的島弧である九州－パラオ海嶺（四国海盆

海域）である。本研究では、昨年度実施された受託研究

の結果を考慮に入れながら、上記の3海域から伊豆―小

笠原海域を調査エリアとして選定し、特に有望と考えら

れる青ヶ島周辺海域と、スミスカルデラ周辺海域につい

て調査を実施した。その結果、青ヶ島周辺海域では、物

理探査で熱水活動が期待できる地点を特異点として抽出

することができた。抽出された特異点に対して、遠隔操

作無人探査機（ROV）を用いた潜航調査を実施し、複

数の特異点で熱水活動域を発見した。確認された熱水活

動域は、最大で数百メートルの広がりを持ち、大型のチ

ムニーが多数存在する。最大チムニー高は約25 m、測

定された熱水の最高温度は266 ℃であった。発見され

た海底熱水活動域は、調査海域の火山体に沿って直線状

に分布する。この直線は、調査海域の東北東－南南西方

向の構造線に平行である。従って、この帯状地域が、準

精密調査の有望な候補海域と判断できる。本研究では、

5潜航の調査が行われ、その全てで塊状硫化物を回収す

ることができた。本研究により、深海曳航体を用いた特

異点の抽出と遠隔操作無人探査機による潜航調査の組合

せが、海底熱水活動域の発見に有効であることが実証さ

れた。スミスカルデラ周辺海域では海況が悪く、潜航調

査を実施することができなかった。今後のこの海域にお

ける遠隔操作無人探査機を用いた潜航調査の成果が期待

される。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］海底鉱物資源、海洋地質学、テクトニク

ス、伊豆小笠原海域、フィリピン海プレ

ート、地球化学、岩石学 

 

［研 究 題 目］戦略的イノベーションプログラム「次世
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代海洋資源調査技術 海洋資源の成因に

関する科学的研究に基づく調査海域絞込

み手法の開発」 

［研究代表者］池原 研（地質情報研究部門） 

［研究担当者］池原 研、山崎 徹、下田 玄、 

針金 由美子、後藤 孝介、佐藤 太一、

井上 卓彦、片山 肇、板木 拓也、 

佐藤 智之、天野 敦子、石塚 治（活

断層・火山研究部門）、小森 省吾（地

圏資源環境研究部門）（常勤職員13名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、海底熱水鉱床とコバルトリッチクラスト

の海底鉱物資源の成因に関して地質学的観点からテクト

ニック・セッティング及び成因に由来する地形的・地球

物理学的情報や岩石学的・地球化学的情報を取得・解析

し、新たな有望海域の抽出に資する各種地球科学的指標

の特定と有用元素農集域形成を伴う造構モデルの構築を

行うことを最終目標とする。本年度はこのため、伊平屋

北海丘、伊平屋小海嶺から平成26年度と27年度に得ら

れた岩石試料に加えて、過去の科学掘削によって得られ

た試料の顕微鏡観察・記載、全岩・鉱物化学組成分析、

同位体比・物性測定などを行うとともに、伊是名海域の

試資料の分析・解析を進めた。これにより、沖縄トラフ

海域における海底熱水鉱床の新たな地化学調査法の提案

や伊是名海域を含めた火成活動のモデルを構築した。コ

バルトリッチクラストについては、モデル海山として調

査・検討を進めている拓洋第5海山などにおいて採取さ

れたクラスト試料の化学分析と解析を行い、成因・形成

過程の検討を進めた。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］海洋資源、海底熱水鉱床、コバルトリッ

チクラスト、調査手法、民間連携 

 

［研 究 題 目］Exp．370．海底下生命圏を支配する地

質学的、物理化学的環境要因の解明 

［研究代表者］金子 雅紀（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］金子 雅紀、 

 藤内 智士（高知大学）、 

 奥津 なつみ（東京大学）、 

 神谷 奈々（京都大学） 

 （常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

IODP Exp. 370では、海底下生命圏の限界とそれを支

配する環境要因を明らかにするためにサイト C0023に

おいて深度1,180 m までの堆積物および基盤岩（玄武

岩）のコア試料を採取した。 

本研究では、堆積物中のメタン生成バイオマーカー分

析、堆積物年代測定、被熱分析、堆積ダイナミクス推定

を行い、南海トラフ付加体の高熱流量堆積物中における

メタン生成菌の分布と、それを支配する地質学的要因や

深部流体の移流や有機物・無機物の熱変質による栄養源

の供給などの環境要因を明らかにした。本研究は、海底

下生命圏における温度限界だけでなく、デコルマ断層帯

や火山灰層などの地質構造の影響など、地球システムに

おける微生物圏の関わりについて新たな知見をもたらす

と期待できる。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］統合国際深海掘削計画、海底下生命圏、

年代測定、被熱分析 

 

［研 究 題 目］生態系ネットワーク修復による持続的な

沿岸漁業生産技術の開発 

［研究代表者］吉田 勝俊（瀬戸内海区水産研究所） 

［研究担当者］高橋 暁、長尾 正之、安永 恵三子 

（地質情報研究部門） 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

瀬戸内海において漁獲量が激減しているアサリの資源

量回復を目的に、その原因であると考えられるアサリ生

態系ネットワークの分断箇所の特定を目指す。このため

に、広島湾と松永湾を対象海域として、浮遊幼生分布調

査や流況調査、数値モデルによるアサリ浮遊幼生の移

流・拡散実験を行い、これらの結果の相互対比による総

合的な解析を行う。 

 昨年度までに、広島湾においては春季と秋季で浮遊幼

生の輸送過程に違いがあること、近年では春の幼生発生

が秋に比べ非常に少なくなっていること等が明らかとな

り、このことがアサリの生息域が広島湾の北部海域に限

定されるようになった原因ではないかと類推されるまで

に至った。また、松永湾モデルを構築し、アサリ浮遊幼

生の移流拡散数値実験を行った結果、松永湾は周辺海域

の幼生供給地であること、湾内に建設された堤防が幼生

の湾内における輸送特性に大きな影響を与えたこと、湾

奥東部の干潟が幼生の供給源であり、世代を変えながら

時計回りに循環していること等が明らかとなった。 

 今年度は、アサリの重要な漁場となっている広島湾北

部海域を対象とした、空間解像度を高めたファイングリ

ッドモデルを作成し、詳細な幼生追跡実験を行った。こ

の結果、これまでの研究成果からアサリ稚貝の育成場の

適地として選ばれた干潟の生産性を、継続的に持続して

いくためには、太田川河口域を含む広島湾奥のアサリ母

貝場を保護していくことが重要であることが示唆された。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］アサリ、浮遊幼生、生態系ネットワーク、

移流・拡散数値モデル実験 

 

［研 究 題 目］畑作の省力化に資する生分解性マルチフ

ィルム分解酵素の製造技術と利用技術の

高度化 

［研究代表者］森田 友岳（機能化学研究部門） 
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［研究担当者］森田 友岳、小池 英明、国岡 正雄、

大前 奈月、二宮 扶実 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 生分解性プラスチック（生プラ）製の農業用マルチは、

使用後の分解制御が普及のための課題となっているが、

酵素処理による急速劣化で鋤込み可能になれば、生プラ

マルチの普及によって、廃棄物の削減だけでなく、労力

を減らした畑の計画管理や大規模農業への対応が可能に

なると期待される。これまでの研究で、生プラ分解酵素

の活性が、生産培養中に低下することが分かってきた。

そのため、生プラ分解酵素を安定した状態で供給するた

めの微生物プロセスの開発が実用化に向けた課題の一つ

となっている。本研究開発では、生プラ分解酵素の活性

を低下させる遺伝子のスクリーニングと、各遺伝子破壊

株による生プラ分解酵素の生産および分解特性を評価し、

培養ろ液を調製するために必要な日数の間の損失を10%

以下に抑制することを目指す。 

 本年度は、これまでにトランスクリプトーム解析の結

果からリストアップしてきた PaE 安定化に寄与する遺

伝子（8遺伝子）について、遺伝子破壊株を継続した。

さらに、プロテオーム解析から得られた候補遺伝子（4

個）についても遺伝子破壊株を作製した。また、PaE

生産株のゲノム情報から、プロテアーゼの機能発現の制

御に関わる液胞タンパク質（プロテアーゼ A, B, C）の

遺伝子を見つけ出し、それぞれ遺伝子破壊株を作製した。

プロテアーゼ A と C はトランスクリプトームの結果と

重複していたため、合計で13遺伝子の破壊株を用いて、

培地中の PaE 安定化に対する各遺伝子の影響を、昨年

度に構築したフラスコスケールでの評価方法で検証した。

その結果、複数の遺伝子が PaE の分解に関与しており、

特に液胞タンパク質の一つ（プロテアーゼ A）の影響が

顕著である可能性を見出した。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］生分解性プラスチック、農業資材、酵素、

遺伝子組換え技術 

 

［研 究 題 目］貝類養殖業の安定化、省コスト化・効率化

のための実証研究  

［研究代表者］宮下 和雄（人間情報研究部門） 

［研究担当者］宮下 和雄（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 2011年の震災後、宮城県のカキ養殖生産が徐々に回

復する一方、販路が減少したために現地の仲買人らの購

買力は低迷し、価格も伸び悩んでいる。そのため、一部

の漁業者らは従来の共販制度とは別に、販売会社の設立

や、インターネットの直販サイトの開設など、独自の販

路を模索するようになった。しかし、不慣れな個々の漁

業者による販売活動には多大な経営的リスクが伴うため、

生産者の収益改善には至っていない。  

 宮城県の養殖カキ生産者の収益を改善するためには、

県漁協が実施する従来の共販制度を補完する新たな販売

ルートが必要である。本研究では、高付加価値商品を高

価格で取引可能な新たな電子取引市場を構築することに

より、参加した生産者の収益を参加前の約2倍とするこ

とを目標とする。 

 平成29年度の研究成果は以下の通りである。 

・水産物など生鮮食品を効率的に売買するため、取引失

敗に対するペナルティを想定した市場取引制度の設計

を行い、その有効性をマルチエージェントシミュレー

ションにより確認し、国際ジャーナル誌でその成果を

報告した。 

・上記、市場取引制度を実装した電子商取引市場「おら

ほのカキ市場」を開発して実証実験を実施し、平成

29年度には殻付きカキ1万個、金額にして約100万円

の売上をあげた。平成25年度から5年間の実証実験で

は、合計で約1000万円超の売上を上げた。 

・「おらほのカキ市場」において、商品に対するブラン

ド名を登録、管理、表示するためのデータベースと諸

機能を実現した。 

・平成29年度3月末時点で、宮城県漁協の8支所（唐桑、

志津川、長面浦、万石浦、荻浜、鳴瀬、松島、宮戸）

が「おらほのカキ市場」を利用して殻付きカキの販売

を実施している。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］メカニズムデザイン、ダブルオークショ

ン、社会実装 

 

［研 究 題 目］南海トラフ広域地震防災研究プロジェク

ト 

［研究代表者］金田 義行（海洋研究開発機構） 

［研究担当者］池原 研、板木 拓也、杉崎 彩子、 

宇佐見 和子、岩井 雅夫（地質情報研

究部門）、金松 敏也（海洋研究開発機

構）（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、南海トラフ沿いを中心に関東から琉球諸

島沖の海域において、海底堆積物に残された地震発生記

録から過去の巨大地震・津波の発生履歴を解明すること

を目標とする。本年度は、海洋研究開発機構の「みら

い」による調査航海を沖縄宮古島～西表島南方前弧海域

で実施し、海底地形、表層堆積構造と海底堆積物試料を

得た。これらの結果から石垣島南方前弧域では海底谷を

通じた石垣島側からの粗粒炭酸塩砕屑物の供給があるこ

とが確認されたが、堆積物の色調変化を基にするとター

ビダイトの挟在頻度は石垣島南西方海域よりも少ないこ

とが明らかとなった。石垣島南西方でのタービダイトの

挟在頻度は石垣島での津波堆積物の頻度とほぼ一致して

いる。また、琉球海溝底には海溝に続く海底谷を通じた

台湾側からの堆積物供給があることが粒子組成などの検
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討から分かった。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］海底堆積物、タービダイト、地震、津波、

八重山前弧域 

 

［研 究 題 目］南海トラフ広域地震防災研究プロジェク

ト 

［研究代表者］宍倉 正展（活断層・火山研究部門） 

［研究担当者］宍倉 正展、澤井 祐紀、行谷 佑一、

松本 弾、谷川 晃一朗、 

伊尾木 圭衣、藤原 治、安藤 亮輔

（東京大学）、前杢 英明（法政大学）、

越後 智雄（地域地盤環境研究所）、 

藤野 滋弘（筑波大学） 

（常勤職員7名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 本プロジェクトは、近い将来の発生が危惧される南海

トラフ沿いの巨大地震・津波による災害の軽減に貢献す

るため、大学や研究機関が自治体と連携し、地域連携減

災研究、巨大地震発生域調査観測研究、地震発生シミュ

レーション研究の3つの分野で調査研究を実施している。

活断層・火山研究部門では、これらのうち、巨大地震発

生域調査観測研究の一環として陸域津波履歴調査を、地

震発生シミュレーション研究の一環としてモデル構築・

シナリオ研究の一部をそれぞれ担当している。平成29

年度は、陸域津波履歴調査として徳島県南部、高知県中

部、宮崎県中～南部において津波堆積物調査、鹿児島県

喜界島および徳之島において現世・離水サンゴによる隆

起痕跡調査をそれぞれ行った。また平成25、26、28年

度の掘削調査で得られた静岡県静岡市、高知県南国市、

東洋町、四万十町、黒潮町の地質柱状試料について年代

測定および微化石分析を実施した。また産総研が静岡県

沿岸（浮島ヶ原）と和歌山県沿岸（串本町）で採取した

既存の地質柱状試料について14C 年代測定や微化石分析、

テフラ分析などを実施した。これらの結果から堆積物の

年代や古環境について検討した。このほか、主に富士川

河口周辺地域を対象に、歴史地震の断層モデルとサイク

ルに関する検討を行った。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］南海トラフ、巨大地震、津波、履歴、津

波堆積物、隆起痕跡 

 

［研 究 題 目］微細構造解析プラットフォーム 

［研究代表者］齋藤 直昭（分析計測標準研究部門） 

［研究担当者］齋藤 直昭、松林 信行、鈴木 良一、

大島 永康、大平 俊行、 

ORourke Eugene Brian、中村 健、 

松﨑 弘幸、井藤 浩志、浮辺 雅宏、 

志岐 成友、全 伸幸、藤井 剛、 

後藤 義人、服部 峰之 

（常勤職員15名、その他10名） 

［研 究 内 容］ 

 本委託事業は、ナノテクノロジーに関わる最先端の研

究設備とその活用のノウハウを有する機関が、緊密に連

携して全国的なナノテクノロジーの研究基盤（プラット

フォーム）を構築することにより、産学官の多様な利用

者による共同利用を促進し、個々の利用者に対して問題

解決への最短アプローチを提供するとともに、産学官連

携や異分野融合を推進することを目的としている。 

 公開装置は、独自に開発した計測装置や技術を中心に

した以下の7つの装置（群）である：①陽電子プローブ

マイクロアナライザー装置（周辺設備含）（PPMA）②

超伝導蛍光収量 X 線吸収微細構造分析装置（周辺設備

含）（S-XAFS）③可視－近赤外過渡吸収分光装置（4台、

周辺設備含）（VITA）④リアル表面プローブ顕微鏡装置

（3台、周辺設備含）（RSPM）⑤固体 NMR 装置（3台、

周辺設備含）（SNMR）⑥極端紫外光光電子分光装置

（EUPS）⑦超伝導蛍光 X 線検出器付 SEM 装置（SC-

SEM）。 

 これらの装置を用い、企業・大学研究機関からの要望

に応じてナノ材料などの計測を実施して研究開発に貢献

した。具体的な計測の支援実績は、①課題件数：76件

（目標64件以上）②外部共用率：平均69 %（目標35 %

以上）（装置毎に異なる）③外部共用のうち民間企業の

占める割合：平均52 %（目標：平均20 %以上）（装置毎

に異なる）であり、いずれも目標の値を達成した。 

 利用講習会（スクール）として、「第1回設備利用講

習会」（2018年3月）をつくば産総研にて開催した。ま

た、地域公開セミナーとして、「北海道大学・産総研 微

細構造解析プラットフォーム合同セミナー」（札幌、

2017年6月）、「産総研 微細構造解析プラットフォーム

地域セミナー」（2017年11月、東京）を開催した。これ

らにより、事業の宣伝とユーザ拡大、および人材育成を

図った。さらに、JASIS2017展示会、次世代ものづく

り 基 盤 技 術 産 業 展 TECH Biz EXPO 2017 や

Nanotech2018など、各種の展示会にも出展し、事業の

宣伝によるユーザ拡大とユーザニーズの把握を実施した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］ナノテクノロジー、機器公開、研究支援、

先端計測機器、産学官連携、イノベーシ

ョンハブ 

 

［研 究 題 目］「エネルギー貯蔵システム実用化に向け

た水素貯蔵材料の量子ビーム融合研究」

のうちの一部「水素貯蔵材料の劣化機構

解明と新規軽量材料の探索」    

［研究代表者］榊 浩司（創エネルギー研究部門） 

［研究担当者］榊 浩司、中村 優美子、 

Kim Hyunjeong、榎 浩利、 

浅野 耕太、斉田 愛子 
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（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 定置型の水素によるエネルギー貯蔵システムにとって、

体積あたりの水素貯蔵密度に優れた水素吸蔵合金は魅力

的である。水素吸蔵合金に求められる課題として、繰り

返し耐久性がある。そこで、放射光 X 線および中性子

を用いて、材料の特性劣化の因子を局所構造の観点から

明らかにし、劣化メカニズムの解明に取り組む。また、

測定技術の高度化として、マルチビームの有効利用法お

よび薄膜の構造解析技術の確立を行う。 

年度進捗状況： 

 放射光 X 線および中性子全散乱を用いることで、バ

ナジウム系 BCC 合金の劣化は転位の蓄積と相関性が強

いことをこれまで示してきた。今年度は劣化因子の熱的

安定性の観点から劣化の起源を調べた。その結果、サイ

クルに伴い低下した吸蔵圧と吸蔵量はそれぞれ異なる温

度域で回復することを確認した。すなわち、サイクルに

伴う吸蔵圧と吸蔵量の変化は別の劣化因子であることを

示唆していることが明らかとなった。今後は格子ひずみ、

結晶子サイズの変化に注目し、特性の回復との相関性を

評価する予定である。 

 Mg 系薄膜の局所構造解析手法の確立を目指した。今

年度は試料からのシグナルの割合を増やすため、基板の

両面に製膜した。また、薄膜を粉砕しても薄膜特有の特

性を保持できることを確認できたため、粉砕し選択配向

性の影響を軽減させることで良質な二体分布関数が得ら

れた。その場観察 PDF の結果から薄膜の MgH2の不安

定化はおそらく Pd の保護膜や基板による拘束によって

生じていると考えられる。 

［領 域 名］エネルギー・環境   

［キーワード］水素貯蔵、放射光、中性子、構造解析 

 

［研 究 題 目］ASEAN 鉱物資源データベース運用能力

向上 

［研究代表者］大野 哲二（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］大野 哲二、 

 高橋 浩（地質情報研究部門）、 

  Bandibas Joel（活断層・火山研究部

門）（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

（独）国際協力機構による2017年度課題別研修の一

環として、地質調査総合センターの協力の元に作成され、

ASEAN によって維持、管理している鉱物資源データベ

ー ス “ ASEAN Mineral Resources Information 

System”の運用と高度化に関する研修を行う。これよ

り鉱物資源のみならず資源地質図、リモートセンシング

データ等の周辺情報を拡充し、当該データベースの利用

価値を高めることを目的とする。 

本年度は、国内及びラオス人民共和国において上記に

関する座学による研修と現地調査を行った。また、イン

ドシナ半島のシームレス地質図に関する研修を行い、こ

れを完成させた。これら成果は次期 ASEAN 鉱物資源

データベースにおいて公開される予定である。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］鉱物資源、データベース、シームレス地

質図 

 

［研 究 題 目］次世代ガス化システム技術開発「水蒸気

添加噴流床ガス化炉におけるタール改質

促進技術の開発」 

［研究代表者］松岡 浩一（創エネルギー研究部門） 

［研究担当者］松岡 浩一、倉本 浩司、細貝 聡 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 従来の噴流床石炭ガス化は、酸素を主たる酸化剤とす

るが、本基盤研究では、酸素の代わりに水蒸気を添加し

て総括のガス化における水蒸気改質反応（吸熱反応）の

寄与を増加させ、このことによる冷ガス効率の向上を目

標としている。一方、水蒸気改質による吸熱は、炉内温

度の低下を伴い、石炭揮発成分に含まれるタールの残留

を招く。従って、酸素／水蒸気吹き噴流床ガス化の実現

には、冷ガス効率の最大化（ガス化炉出口温度の最小

化）と残留タール濃度の最小化を両立するためのガス化

条件設定が求められ、場合によってはガス化炉設計の改

良が求められる。本基盤研究では、水蒸気添加噴流床ガ

ス化炉内を模擬した条件下における、加圧下（1 MPa

以下）の流通式管状反応器を用いたチャー粒子による石

炭熱分解タールの接触改質の実験的調査を行う。 

 平成29年度は、平成28年度に得られた石炭のみのガ

ス化データを基準として、ガス化反応場に外部からのチ

ャーを共存させることで、チャーによるタール接触改質

特性を実験的に検証した。150 ℃でも凝縮するような

分子量の大きい重質タールはチャー供給量の増加に伴い

収率が減少する一方で、ベンゼンなどの軽質タールはチ

ャー供給量に依存せず、ほぼ一定の収率であった。また、

チャーによるタールの接触改質効果は、チャーの細孔構

造に依存し、2 nm 以上の細孔が多いチャーの方が、よ

り重質タール収率の減少効果が得られた。 

 また、平成29年度は、高圧容器を設計・製作し、平

成28年度に作成した粒子落下式石炭ガス化装置を高圧

装置に内設することにより、加圧下での石炭熱分解実験

を行った。圧力の増加に伴い、石炭熱分解のみから生成

する重質タール収率は減少した。一方で、軽質タール収

率は圧力の増加にともない増加した。 

 今後、高圧条件において石炭とチャーを共存させる実

験を行い、高圧条件におけるチャーのタール接触改質特

性を検証する。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］石炭、ガス化、タール分解、改質 
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［研 究 題 目］HFCV GTR Phase2における水素適合性

試験法の審議に必要な材料評価データの

取得・解析 

［研究代表者］飯島 高志（創エネルギー研究部門） 

［研究担当者］飯島 高志、安 白、榎 浩利、 

中道 修平（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 2013年4月以降、国連基準 HFCV GTR Phase2（燃

料電池自動車の世界統一技術基準の第2フェーズ）の審

議が開始され、自動車用圧縮水素容器などについての審

議に必要となる適正なデータを揃え、国際合意の下で国

内基準の適正化と国際基準調和ならびに国連基準と調和

した国際標準化活動を行うことが急務となっている。そ

の際、自動車用圧縮水素容器の安全性を保持し、コスト

削減、量産性向上、国際競争力強化などもあわせて成立

させる必要から、使用可能な材料を探索するための材料

評価と試験法の開発を行い、国際基準等に適用できる材

料試験法の確立が求められている。本事業では、HFCV 

GTR Phase2における水素適合性試験法の審議に必要な

材料評価データの取得および解析を行う。そのために、

試験材料の選定、低歪み速度引張（SSRT）試験や疲労

試験などの材料試験方法の策定、および水素ガス圧力、

温度などの試験条件について検討し、高圧水素ガス環境

下での材料試験を実施する。 

 平成29年度は、オーステナイト系ステンレス鋼であ

る SUS304、SUS316、SUS316L に関して、大気中材

料試験装置を用いた参照データの取得を進めるとともに、

高圧水素ガス中材料試験装置を用いて100 MPa 水素ガ

ス中、室温、－45 ℃、－80 ℃の環境下で、低速度引

張（SSRT）試験ならびに疲労寿命試験を実施し、世界

で初めて100 MPa 水素中-80 ℃での疲労寿命試験デー

タの取得に成功した。蓄積された試験データを基に、水

素適合性試験法について日米欧で検討を進めるとともに、

2018年2月にロサンゼルスで開催された HFCV GTR 

Phase2に関するインフォーマルミーティングにおいて

一部試験データを発表した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］燃料電池自動車、水素適合性試験、国

連基準、国際基準調和 

 

［研 究 題 目］海底熱水鉱床試料の比抵抗測定方法の標

準化に関する研究 

［研究代表者］高倉 伸一（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］高倉 伸一（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究は、電気・電磁探査法から求める比抵抗構造を

適切に解釈して海底下の地質環境を正確に把握するため、

海底下を想定した条件で岩石試料の比抵抗を測定する方

法の確立を図る。今年度は、海底熱水鉱床試料用の比抵

抗測定システムの改良と実際の海底熱水鉱床試料の比抵 

抗測定を行った。 

 海底熱水鉱床試料用の比抵抗測定システムの改良では、

昨年度に製作したサンプルホルダーを試料の長さが10 

mm の小さな試料にも対応できるように改良した。ま

た、昨年度の黒鉱を用いた模擬実験から、硫化鉱物が多

い海底熱水鉱床の試料の比抵抗は周波数特性が顕著であ

ると予想されたことから、測定装置には広い周波数範囲

の複素比抵抗を高精度に効率よく測定するインピーダン

スアナライザを使用することにした。さらに、昨年度に

実施した恒温槽を用いた比抵抗の温度依存性を調べる実

験では、試料の温度が上昇するにつれて、測定された比

抵抗と温度が予想される比例関係から外れることがあっ

た。この原因として、試料全体が暖まるまで時間がかか

り、試料中の温度分布が不均質であることが考えられた

ため、今後は試料全体の温度が一定になるまで待ってか

ら比抵抗を測定することにした。 

海底熱水鉱床試料の比抵抗測定では、海底電磁探査法

の研究を実施している早稲田大学創造理工学部環境資源

工学科が所有する海底熱水鉱床試料を使用し、上述の改

良したシステムで比抵抗を測定した。そして、その結果

を他の物性データや化学分析データとともに電子ファイ

ルに整理した。まだ測定数が十分ではないが、硫黄分の

多い硫化鉱物は比抵抗が低く、周波数特性が大きいとい

う傾向が観察された。また、間隙率と比抵抗とは相関が

高く、アーチーの式が成立すると考えられた。一方、比

抵抗と密度や帯磁率との関係は認められなかった。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］比抵抗、温度、物性測定、電気・電磁探

査、海底熱水鉱床 

 

［研 究 題 目］野菜栽培による農業経営を可能とする生

産技術の実証研究 

［研究代表者］保高  徹生（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］保高  徹生（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

福島県は、東日本大震災による地震、津波被害に加え

東京電力第一原子力発電所の事故による放射性物質の影

響が極めて大きい。本研究は、津波、原子力災害の被災

地である浜通り地域が県内向けの種苗供給産地であった

ことから、種苗生産に着目し、地域農業を最先端種苗産

業として発展させることで、雇用対策や地域農業の起爆

剤として、復興の後押しとなる実証研究を行うものであ

る。 

プロジェクト全体の研究課題としては、①高付加価値

苗の技術確立、②育苗労力低減技術確立、③苗生産にお

ける放射性物質のリスクマネジメントの確立研究に取り

組み、研究担当者は研究課題③のチームリーダーとして、

育苗における放射性セシウムの影響回避のための育苗施

設内の放射性セシウムのモニタリング技術の確立、施設

内に影響を及ぼさないための放射性物質除去システムの
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開発・導入、育苗環境の最適化に関する研究を推進して

いる。 

本年度は、最終年度として、銅置換体プルシアンブル

ーを用いた水中の放射性セシウムの簡易モニタリング手

法について技術マニュアルを作成するとともに、現地の

複数のサイトにおいて実用試験を実施した。具体的には、

想定ユーザーによる当該機器を実際に用いた大量通水に

よるモニタリングを実施し、技術マニュアルへのフィー

ドバックを実施した。その結果、想定ユーザーでも容易

に実施でき、かつ低コストでの分析ができることが示さ

れた。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］放射性セシウム、野菜栽培、育苗環境、

農業振興 

 

［研 究 題 目］Ir-192小線源基準空気カーマに対する井

戸型電離箱の校正 

［研究代表者］黒澤 忠弘（分析計測標準研究部門） 

［研究担当者］黒澤 忠弘（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

Ir-192線源を用いたがん治療が広く行われるようにな

った。産総研においても、国内のトレーサビリティ確保

のために校正事業者である日本アイソトープ協会へ標準

供給を行っている。この治療用の Ir-192線源は、その

供給メーカによって線源形状が異なっており、線源によ

る井戸形線量計の応答が異なることが報告されている。

そこで本研究では、線源形状の異なる線源に対して、基

準空気カーマ率の絶対測定を行い、井戸形電離箱の応答

の変化について調査を行う。H29年度は3種類の線源に

対して、グラファイト壁空洞電離箱を用いた測定を行っ

た。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］Ir-192、井戸形電離箱 

 

［研 究 題 目］「平成29年度「高度な自動走行システム

の社会実装に向けた研究開発・実証事

業：自動バレーパーキングの実証及び高

度な自動走行システムの実現に必要な研

究開発」」のうち、「認識・判断データベ

ースの性能評価」 

［研究代表者］加藤 晋（知能システム研究部門） 

［研究担当者］加藤 晋、川端 伸一朗、藤枝 隼一 

（知能システム研究部門）、橋本 尚久 

（ロボットイノベーション研究センタ

ー）（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 2020年までには世界で最も安全な道路交通社会を実

現し交通渋滞を大幅に削減するとした政府施策目標の解

決策として、人為的ミスの抑制や円滑な交通流の実現に

向けた自動走行システムの実用化と普及が期待されてお

り、その根幹をなす周辺環境認識技術の発展が望まれて

いる。周辺環境認識技術において、歩行者や二輪車の形

状や挙動の認識には、高解像度カメラで撮像された多数

の歩行者画像を含む走行映像データベースが不可欠であ

る。産総研では本年度、認識・判断データベースの性能

評価として、画像認識システムの性能評価に係る走行映

像データベースを活用した画像認識エンジンの評価用プ

ロトタイプを構築し、性能比較評価を実施した。比較評

価としては、市販の人検知警報システムを搭載した実車

両を用い、テストサイトの模擬状況や環境における検知

について、評価用プロトタイプとの様々な環境シーンで

の性能比較を実施した。結果、市販システムでは検知が

困難な状況において、評価用プロトタイプに環境条件を

拡張した学習データベースを付加することでの検知の優

位性を検証し、学習データベースの環境拡張の有効性を

示した。また、画像加工技術を活用した映像データを画

僧認識エンジンの学習データベースに用いることについ

て、逆光等の特異環境の再現加工を行い、人検知の性能

評価を実施した。結果、画像加工した映像データベース

は、環境変化や状況変化を十分に再現しており、評価用

および学習用のデータベースとしての活用、検知環境拡

張の有効性や検知の優位性を示した。最後に、認識・判

断データベースの総合評価をとりまとめ、画像認識シス

テムの高度化に対し、多様な走行映像や加工した映像の

データベースの活用の有効性等を報告した。 
［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］自動運転、走行映像データベース、認 

識・判断データベース、多変量解析、デ

ータベース評価、評価手法 
 

［研 究 題 目］化学物質の有害性予測および環境リスク

評価・管理システムの高度化 

［研究代表者］林 彬勒（安全科学研究部門） 

［研究担当者］林 彬勒（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 既存化学物質の60 %～80 %はハザード情報が欠如し

ており、さらに毎年数千の新規物質が登録される。一方、

動物愛護等の観点から有害性試験の代替法が求められる。

2014年と2015年に2回、日化協会員会社を対象に、

QSAR 的な有害性情報推定機能開発の重要性について

アンケート調査を行った結果、QSAR 開発の重要性は

「重要」＆「とても重要」の回答は75 %を占め、業界

での QSAR 開発ニーズが高いことが明らかにされた。

AIST-MeRAM（産総研）は化学工業界のニーズを最大

限にマッチングさせて開発したツールで、中には約

3900物質16万個の毒性データを有するデータベースを

搭載しているが、毒性データのない物質のリスク評価管

理には対応不可能であるため、欠損している毒性データ

や物性データの補完が望まれている。一方、ToxCalc

（豊橋技科大）は事業者の毒性情報推定ニーズに対応す
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るため開発された QSAR で、 TFS （ Topological 

Fragment Spectra）法を活用することで予測化合物と

利用可能なデータ群に応じて動的にモデルを生成するこ

とによって毒性データを予測する QSAR モデルである。 

 本研究は、産総研と豊橋技科大との専門性および技術

ノウハウを活かすことで、事業者の直面する有害性情報

のない未点検既存化学物質や新規物質などのリスク評価

管理を可能にするための高度な知的システムを開発する。

具体的には、AIST-MeRAM と ToxCalc とのコラボに

よる相乗効果により、AIST-MeRAM のリスク評価機

能の進化を図る。すなわち、AIST-MeRAM に搭載さ

れた豊富かつ高品位な化学物質のハザード情報のデータ

ベースを活かして ToxCalc の予測機能向上及び物性値

予測ツール（ChemCalc）の開発を企図し、更に両ツー

ルからのフィードバックとして欠損する有害性情報・物

性情報の補完を受けることで、より広範な物質のリスク

評価管理を可能にすることを目指す。 

 2017年度では、前年度の研究成果を踏まえ、引き続

き、豊橋技術科学大学とのコラボを軸足にしながら、指

定研究課題の定めた研究の最終目標の達成に向けて、

個々の専門性と成果物の特徴に配慮した独自性を有する

方法で研究を推進した。また、豊橋技科大の学生（石川

翼）を受入、MeRAM の搭載データベース内の異なる

試験魚種（生物種）間で共通して試験された化合物群を

抽出し、試験結果について相関関係を調べ、代替データ

としての利用可能性を検討した。得られた主な研究成果

の概要は以下に示す。 

1）MeRAM 搭載データの自動エクスポート機能の実

装と検証。ユーザーが MeRAM のトップ画面から、

物質別、毒性種別、生物種別に MeRAM の搭載デ

ータベースから csv フォーマットのデータとしてエ

クスポートする機能を実装・検証した。この機能は

MeRAM の有償機能として公開する予定。 

2）KATE の推定値を活用したリスク評価機能の開発

と実装。MeRAM のインターフェースから KATE

を起動して、MeRAM のインターフェースで入力

した条件で KATE の予測値を取得したうえ、その

予測値をリスク評価に使うような一連の評価機能を

実装した。これは環境行政に活用してもらうための

重要な機能の一つとして開発した。成果物は次年度

に公開する予定。 

3）MeRAM 講習会の開催と上記1）と2）の機能を搭

載した成果物の配布。平成29年度の環境省主催の

環境科学セミナーおよび産総研安全科学研究部門講

演会において MeRAM 講習会を開催し、最新の成

果物を参加者に配布した。さらに、安全科学研究部

門講演会の会場で実施した講習会では、約40名の

参加者への MeRAM 関連アンケート調査を実施し

た。会場から回収できた27名分のアンケート調査

の集計結果から MeRAM へのニーズの高さと課題

がわかった。 

4）生態毒性の欠損値推定手法開発について、化学物

質の様々なフィンガープリント情報（構造や物性の

情報）を搭載している MeRAM のデータベースを

活用して、独自の欠損毒性値推定手法の開発を行っ

た。まず、魚類の急性毒性値情報を用いて、化学物

質の様々なフィンガープリント情報からベクトル化

して、そのベクトル間の距離から物質の類似性評価

を行い、さらにその類似性で化学物質のネットワー

クを形成して、物質のクラス分けと毒性値推定につ

いて検討した。この検討結果から、従来の QSAR

システム（ECOSAR や KATE）と違い、QSAR 式

を使用しない推定手法を確立できる手応えが得られ

た。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］生態リスク、リスク評価、ユーザーフレ

ンドリー、種の感受性分布、個体群存続、

リスク管理、化審法、QSAR、AIST-

MeRAM 

 

［研 究 題 目］革新的 LCA による鉄鋼材料の社会的価

値の見える化 

［研究代表者］畑山 博樹（安全科学研究部門） 

［研究担当者］畑山 博樹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 鉄鋼材料はそのライフサイクルにおいて多くの価値を

提供しているにもかかわらず、環境負荷の評価手法とし

て標準化された従来のライフサイクルアセスメント

（LCA）ではその機能や社会への貢献を十分に表現で

きない。そこで、鉄鋼材料の持つ機能や価値について、

それらの社会との関係性を明確に再整理し、鉄鋼業にお

ける技術開発による効果が見える化できる LCA の枠組

みが必要となる。 

 今年度は、鉄鋼産業が自身の社会的価値をどのように

捉えているかについて、国連の持続可能な開発目標

（SDGs）を通して分析した。約60の国内外の業界団体

およびメーカーのウェブサイトや環境報告書を調査した

結果、SDGs の個別のゴールへの具体的な貢献に言及し

ている団体は約1割であった。Goal のうち、「包摂的で

持続可能な経済成長、雇用（#8）」や、「持続可能な都

市（#11）」といったものは、自社の製品や経営、施設、

社員と直接的に関係しているため多く言及されていた。

一方で、「貧困の解決（#1）」「持続可能な農業（#2）」

といった途上国の課題解決に関するものに対しては、貢

献を示すのに苦慮していると整理された。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］ライフサイクルアセスメント、鉄鋼、 

社会的価値、SDGs 

 

［研 究 題 目］近位大動脈拍動緩衝機能に対する水中運
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動の効果 

［研究代表者］菅原 順（人間情報研究部門） 

［研究担当者］菅原 順、 

福家 真理那、山邉 貴之、前田 清司

（以上、筑波大学）、野村 陽介、 

橋富 達也（以上、つくばアクアライフ

研究所）、田中 弘文（テキサス大学オ

ースティン校）（常勤職員1名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、近位大動脈拍動緩衝機能に着目し、習慣

的な水中運動の実施が動脈スティフネスおよび大動脈血

圧に与える影響を明らかにすることを目的とした。 

まず、動脈スティフネスの適応における部位特性を検

証するため、水中運動以外の有酸素性運動を習慣的に行

っている中高年女性と同年代の海女（合計198名）とで、

動脈スティフネスを比較した。その結果、海女の近位大

動脈スティフネス指標が、同年代の運動習慣のない女性

よりも有意に低値であることが明らかとなった。一方、

腹部大動脈を主体とする動脈スティフネス指標に有意差

は認められなかった。次いで、健常な中高齢者12名を

対象に、有酸素性運動を主体とする3か月間の水中運動

教室の前後で、動脈スティフネスおよび大動脈血圧を計

測した。トレーニング後、中高齢者の近位大動脈スティ

フネス指標に有意な変化は認められなかったが、上腕お

よび大動脈収縮期血圧と baPWV に有意な低下が認めら

れた。以上の結果は、低頻度かつ短期間の水中運動実施

は、近位大動脈の機能的適応を生じえないものの、心血

管系疾患の発症リスクである大動脈血圧や動脈スティフ

ネスを改善できる可能性を示唆する。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］温水浴、動脈圧反射感受性、動脈硬化

度、下肢血管抵抗 

 

［研 究 題 目］金属資源循環システムの環境影響評価に

向けた基礎データの確立 

［研究代表者］畑山 博樹（安全科学研究部門） 

［研究担当者］畑山 博樹、田原 聖隆 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 金属資源の持続的な利用は、社会インフラの形成から

先端技術の開発と普及に至るまでを支えるにおいて不可

欠と考えられている。その一方で、採鉱、精錬過程にお

ける環境汚染やエネルギー消費、資源枯渇等の環境影響

が指摘されている。しかしながら、従来のライフサイク

ルアセスメントでは、鉄、アルミニウム等の一部のベー

スメタルを除いてインベントリデータの収集が不十分で

ある。従って、資源循環システムの構築によって得られ

る環境影響や資源リスクの低減効果を評価するためのデ

ータの整備が必要である。 

 今年度はリチウム、コバルト、ガリウム、白金、パラ 

ジウム、チタン、錫、テルビウム、ディスプロシウムを

対象としたインベントリデータを作成するために、生産

プロセスのフローを整理した。フロー作成では、まず各

金属の原料鉱石の調査と生産プロセスフローの調査を実

施した。ここでは、各金属の生産原料となる鉱石の種類

とそのシェアを明らかにすることで、鉱石ごとのプロセ

スフローを統合した平均的な生産プロセスの作成を可能

とした。さらに、テルビウムとディスプロシウムについ

ては、その酸化物のインベントリデータを文献や中国に

おける採掘データに基づいて作成することができた。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］ライフサイクルアセスメント、インベン

トリデータ、レアメタル、レアアース 

 

［研 究 題 目］種間差と水質を考慮したミジンコに対す

るニッケルの生態毒性評価 

［研究代表者］眞野 浩行（安全科学研究部門） 

［研究担当者］眞野 浩行、岩﨑 雄一、加茂 将史 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 現在、水生生物の保全に係るニッケルの水質環境基準

が検討されている。基準値の設定は鉄鋼業を始めとして、

産業界に大きな影響を及ぼす懸念がある。しかしながら、

基準値の参考となる生物へのニッケルの毒性値に関して

十分な検討がなされていない。また、金属の毒性は水質

のよって変化することが知られており、わが国の水環境

におけるニッケルの毒性を検討する上で水質を考慮する

必要性に関する科学的根拠や、水質を考慮した手法の検

証が必要とされる。本研究は、Daphnia 属の国内種へ

のニッケルの慢性毒性試験を実施し、オオミジンコへの

ニッケルの毒性値が、Daphnia 属のミジンコへのニッ

ケルの毒性値を代表するのかを検討する。また、河川水

等の水質の異なる水試料でニッケルの毒性試験を実施し、

ニッケルの毒性値について水試料間のばらつきの大きさ

を調べるとともに、水質を考慮してニッケルの毒性を推

定する手法の適用性を評価する。 

 今年度は、毒性試験に使用する Daphnia 属の国内種

の飼育を開始し、実験室の環境に順化させて、試験を実

施可能な体制を整えた。また、試験濃度範囲を設定する

ことを目的に、予備的なニッケルの慢性毒性試験を実施

した。試験結果をもとに、試験対象のミジンコ種ごとに

試験濃度範囲を決定することができた。また、異なる水

質の水試料間でのニッケル毒性のばらつきを調査するた

めに、調査に使用する水試料を採取できる地点を探索す

ると共に、わが国の河川の pH、硬度、全有機炭素濃度

を把握するために、日本水道協会が公表している水道水

質データを解析し、ある程度大まかではあるが、pH、

硬度、全有機炭素濃度の分布を把握することができた。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］水質環境基準、急性毒性、金属スペシエ
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ーション、重金属、慢性毒性 

 

［研 究 題 目］上総層群指標テフラの供給源と年代の再

検討 

［研究代表者］七山 太（地質情報研究部門） 

［研究担当者］七山 太、中里 裕臣 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

房総半島中部に分布し、日本の鮮新〜更新統の模式層

序のひとつである上総層群中に挟在される複数の指標テ

フラのうち、広域対比が行われ南九州起源と推定されて

いるものについて、LA-ICP-MS 分析による微量成分を

用いた南九州の想定給源付近に分布する火砕流堆積物と

の直接対比を行う研究が進んでいる。今回我々が主に検

討を行ったのは、笠森層の Ks5テフラであり、当初、

南九州の小田火砕流堆積物を給源候補として近畿地方の

港島Ⅰ、伊香立Ⅱ、東北地方の脇本、G19などと広域対

比されてきたが、最近では辺川火砕流堆積物と対比する

代案も提示されている。今回の分析の結果、南九州地域

には Ks5の火山ガラスに類似した化学組成を持つ火砕

流堆積物が何層か認定され、今後、さらに花粉化石やジ

ルコン U-Pb 年代等の年代値を加味した些細な層位学的

な検討が必要であることが明確となった。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］LA-ICP-MS、南九州、火砕流堆積物、

テフラ 

 

［研 究 題 目］情報統合基盤サイト MEDALS における

統合機能の開発 

［研究代表者］福井 一彦(創薬分子プロファイリング

研究センター)  

［研究担当者］福西 快文、堀本 勝久 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 MEDALS は、経済産業省関連機関により実施された

研究開発プロジェクトの成果等を整理し、ライフサイエ

ンス分野における研究開発の促進に資するデータベース

や解析ツールの情報配信を目的としているポータルサイ

トである。MEDALS の開発では、データベースの再構

築による省庁間連携に向けて、選別されたライフサイエ

ンス関連データを対象として、便覧の更新や統一フォー

マットへの変更（アーカイブ化、横断検索）を NBDC

と連携し実施する。また昨年度に開発した MEDALS オ

ントロジーの更新のため、アップデートされた便覧情報

をオントロジーに組み込むツールの改良を行う。加えて

DB 再構築連携の一環として、MEDALS オントロジー

と NBDC にあるデータを連携可能とするインターフェ

イスの開発を実施する 
・アーカイブ連携 

データベースの再構築による省庁間連携に向けて

NBDC と連携して生命科学系データベースのアーカ

イブ化を促進することを目的とする。本年度は、産総

研より GRIPDB, Genius II、抗体医薬品 DB、核酸医

薬品 DB の4つのデータベースを選別し、アーカイブ

サイトから公開するためデータの変換やメタデータの

整備を行った。 

・MEDLAS 便覧と横断検索 

経済産業省関連機関により実施された研究開発プロジ

ェクトを対象として MEDALS より情報配信を行うこ

とを目的として便覧や横断検索の更新を行う。産総研、

NEDO、NITE 等の公開情報に基づき MEDALS デー

タベース便覧・ツール便覧・プロジェクト便覧の更新

を実施した。また便覧ダウンロードにある各プロジェ

クトの成果報告書の横断検索も可能とするため、全

PDF ファイルのテキスト化を行い、est ファイルを作

成し横断検索サイトと共有した。 

・解析ツールのオントロジー開発 

MEDALS 便覧に登録されているデータベース、ツー

ル及び開発機関等の便覧更新に伴い、オントロジー

（owl ファイル）を作成可能とするプログラムを作成

し 、 WebVOWL （ Web-based Visualization of 

Ontologies）で可視化可能とした。またこのオントロ

ジーに RDF ポータルにある  integbio, Nikkaji, 

RefEx を加え、WebVOWL を用いて、NBDC の

Sparql エンドポイントへと連携して動作するインタ

ー フ ェ イ ス の 開 発 を 実 施 し 、 公 開 し た

（https://medals.jp/webvowl/）。 

［領 域 名］ライフサイエンス 

［キーワード］情報統合、ワークフロー、セマンティツ

ク技術 

 

［研 究 題 目］心拍と動作リズムとの同期現象が生じた

運動中の脳循環特性の解明―脳循環の維

持・改善に効果的な運動様式の探索―、 

［研究代表者］菅原 順（人間情報研究部門） 

［研究担当者］菅原 順、 

東本 翼（Institute for Exercise and 

Environmental Medicine (IEEM) 

Texas Health Presbyterian Hospital） 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

安静時における脳循環の低下は精神疾患や脳血管疾患

の発症につながることが報告されている。これらの疾患

を予防するため、習慣的なジョギングやサイクリングな

どの有酸素性運動が推奨されている。しかし、これらの

運動が脳循環に及ぼす影響に関するエビデンスは十分で

ない。そこで本研究では、運動中の循環効率が向上する

と考えられる心拍と動作リズムの同期現象（CLS: 

Cardiac-Locomotor Synchronization）に着目した。 

研究の目的は、CLS が生じた運動中の心臓から脳に
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至る一過性の循環応答を検討することとした。対象は、

明らかな循環器系疾患および脳震盪等の頭部外傷のない

健常な若年男性13名とし、心臓・呼吸・筋収縮のリズ

ムが同調した際の心臓および脳循環特性を検討した。セ

ミリカンベント式自転車エルゴメーターを用いて20分

間ペダリング運動行いながら、一回拍出量（超音波法）、

上腕血圧（オシオメトリック法）、橈骨動脈圧（トノメ

トリ法）、中大脳動脈血流速度（経頭蓋骨ドップラー法）、

換気量（呼気ガス分析器）、筋活動（筋電図）および心

拍数（心電図）を記録した。データ解析を終え、現在、

論文執筆作業を進めている。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］脳血流、筋ポンプ、心拍―動作リズム同

調運動 

 

［研 究 題 目］地下深部油ガス田におけるメタン生成機

構の解明－共生培養法によるリグニン関

連物質分解微生物の網羅的分離培養 

［研究代表者］持丸 華子（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］持丸 華子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、地下深部油ガス田におけるメタン生成機

構を解明することを目的とし、国内の様々な油ガス田の

試料から共生培養法によりリグニン関連物質を分解する

微生物を網羅的に分離・同定し、その生態を解明する。

リグニン関連物質として、メトキシ基のついたバニリン

酸、シリンガ酸、トリメトキシベンゾエート（TMB）

などを基質として培養を行った。培養開始時に、水素利

用のメタン生成アーキアまたは酢酸利用のメタン生成ア

ーキアと共生させ、水素や酢酸などの代謝産物を速やか

に除去する共生培養を行うことで、これまでに無い新し

い微生物の分離培養を行う。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］油田、ガス田、メタン生成、メトキシ化

合物 

 

［研 究 題 目］読み書き習得に伴う脳内視覚処理システ

ムの変化 

［研究代表者］樋口 大樹（自動車ヒューマンファクタ

ー研究センター） 

［研究担当者］樋口 大樹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 我々はこれまで神経生物学的な要因によって読み書き

習得に困難を示す発達性読み書き障害者の神経基盤を明

らかにするための研究を行ってきた。これまでの研究で、

発達性読み書き障害者では低次な視覚領野で代償的な過

活動を示すこと、そしてこの過活動は文字特異的ではな

く物体に対しても認められることが分かってきた。この

結果は、発達性読み書き障害者では文字カテゴリーだけ

ではなく、視覚処理全般に非定型性を有することを示唆

する。ただし、これらの過活動が読み書き習得度の相違

によって生じるのか、それとも先天的な神経生物学的な

要因によって生じているのかは明らかではない。そこで、

典型発達児の読み書き習得過程においても上記の脳領域

の活動変化が生じるのか明らかにすることを目的にして

いる。本年度は、上記のデータのさらなる解析作業を行

い、一部の脳領域の脳活動が読み書き習得度と相関して

いること、また非言語性知能と抽出された領域の脳活動

は相関しないことが明らかになった。さらに、新たな

MRI 実験を加えるための実験系の構築を行った。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］読み書き、脳計測、発達 

 

［研 究 題 目］入浴後の立ちくらみの起こし易さの機序

解明－動脈スティフネスおよび圧受容器

反射感受性の関与－ 

［研究代表者］菅原 順（人間情報研究部門） 

［研究担当者］菅原 順、 

東本 翼（Institute for Exercise and 

Environmental Medicine (IEEM) 

Texas Health Presbyterian Hospital） 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

家庭内での溺水・溺死の増加は著しい。この現象に関

しては、出浴の際の姿勢変化に温熱刺激による皮膚血管

拡張と水圧からの解放の影響が加わり、過剰な血圧低下

が生じ、脳への血流が維持できなくなることが原因の一

つと考えられている。しかしながら、具体的なエビデン

スは不足している。 

本研究では、動脈スティフネス、動脈圧反射感受性、

および下肢血管拡張能に注目し、入浴終了直後の立ちく

らみの個人差を生む機序を明らかにすることを目的とし

た。 

昨年度は、成人男性13名（29～57歳）を対象に、5分

間の温水浴（41度、腋窩水位）に伴う動脈圧反射感受

性、動脈スティフネス、下肢血管抵抗の応答を観察し、

短時間の温水浴の場合、出浴時の起立動作に伴う血圧低

下に有意な変化は生じないが、動脈圧反射感受性がもと

もと低下している者では、大きな血圧低下を生じる可能

性があることを明らかにした。 

今年度は、心血管疾患リスクとして近年注目されてい

る近位大動脈における血行動態の規定因子を同定するこ

とを目的とし、追加解析を行った。その結果、温水浴後、

下肢末梢血管抵抗及び血管インピーダンスは有意に低下

したものの、大動脈における反射波成分には明らかな変

化は認められず、従来より考えられてきた、下肢からの

反射波が大動脈圧を増幅させるというコンセプトを否定

する興味深い結果が得られた。現在、論文執筆作業を進

めている。 

［領 域 名］情報・人間工学 
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［キーワード］温水浴、動脈圧反射感受性、動脈硬化

度、下肢血管抵抗、中心動脈血行動態 

 

［研 究 題 目］歩行動作時の足部機能評価を目的とした

足底部圧・剪断力計測デバイスの開発 

［研究代表者］中嶋 香奈子（人間情報研究部門） 

［研究担当者］中嶋 香奈子、 

安在 絵美、太田 裕治（以上、お茶の

水女子大学）（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 外反母趾や胼胝、魚の目などの足部異常は高齢者の約

6割に発生し、足部機能低下の観点から転倒事故のリス

クを増加させることが問題である。しかし、足部ケアに

対する重要性の社会的認識は未だ薄い状況であり、個人

の足部状態をわかりやすく提示し、定量評価が可能な仕

組みは未だ確立されていない。そこで本研究では、ヒト

の日常生活に即した足部機能計測および評価が可能な足

底部圧・剪断力計測デバイスの開発を目的とし、以下の

3点を進めた。 

1．足底部剪断力計測デバイスの開発 

 本研究では、歩行中の足底部圧力ならびに剪断力を計

測するためのデバイスの開発を行った。デバイスには、

剪断力計測が可能な3軸触覚センサ（ショッカクチップ

センサ）を用いており、3軸力を計測することで歩行動

作中などの足部の動きを数値で検知でき、従来の圧力の

みの計測手法よりも詳細な歩行機能分析が可能になるこ

とが利点として挙げられる。センサは足部の解剖学的構

造上、特徴を捉えやすい骨突出部分として片足3点ずつ

に設置し、靴のインソール部分に実装した。また、セン

サから得られたデータの伝送には、Bluetooth を用いた

無線通信方式を採用し、コンピュータやタブレット型端

末に伝送可能なよう仕組みを構築することで、足部状態

のリアルタイム計測が可能なよう設計を進めた。 

2．制御用ソフトウェアの開発 

 開発デバイスの制御用ソフトウェアとして、タブレッ

ト型端末で利用可能な Android アプリケーションを構

築した。本アプリケーションはショッカクチップセンサ

から得られたセンサ情報のリアルタイム表示に、計測デ

ータによる歩行機能分析結果の表示ができ、新たな歩行

機能評価アプリケーションとして構築することができた。 

3．高齢者を対象としたフィールド実験 

 高齢者25名を対象とし、個人の足部・歩行特徴の抽

出を目的とした実験を行った。被験者は開発デバイスを

装着し、日常生活中の通常歩行を想定した10 m 歩行計

測を実施した。 

実験結果より、地域のフィールドにおいてデバイスが

活用可能なことを確認した。さらに、足底面に対して前

後方向・左右方向における足部の機能を数値化すること

ができ、靴内部において足部がどのように働いているか

を観察することができた。個人の歩行特徴と合わせて足

底部圧力および剪断力を具体的に評価することにより、

足部異常や転倒発生予防に繋がる新たな知見を見出すこ

とができると考えられる。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］歩行動作分析、足部異常予防、無線通信、

モニタリングシステム、足底部圧、剪断

力 

 

［研 究 題 目］実電池を用いた in situ NBI 技術および

解析技術開発「革新型蓄電池実用化促進

基盤技術開発」 

［研究代表者］木野 幸一（分析計測標準研究部門） 

［研究担当者］木野 幸一（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、高強度パルス中性子を用いて、リチウム

イオン二次電池などの革新型蓄電池を非破壊で分析する

技術開発を行っている。特に、電池を冷却しつつ、かつ

充放電しながらのその場測定で、電池内部の充放電をイ

メージングすることを目標としている。今年度はそのた

めの準備を行った。 

 電池を冷却するための装置を開発した。18650型のリ

チウムイオン二次電池が2次元中性子検出器の中性子有

感部分の中央に保持でき、かつ周囲からのバックグラウ

ンド中性子を遮蔽できるようにした。電池は上部で金属

と接している。金属には冷媒の IN と OUT の配管が繋

がっており、金属内部で熱交換されることにより、電池

が冷却される。また、冷却に伴ってセルに水滴が付着す

るのを避けるため、電池はカプトンフィルムの筒で覆わ

れ、カプトンフィルム内に乾燥空気を循環させることが

できるようになっている。 

 また、その場測定に必要な装置整備として、中性子検

出器の基幹部分の交換による異常チャンネルの除去を行

った。中性子は、検出器内の3He と核反応してガス中に

生成されるイオン化電子がPIC と呼ばれる微細加工電

極にて検出されることによって、検出される。PIC に

は X-Y の2次元方向にそれぞれ256 ch のストリップが

あり、このストリップのチャンネルから中性子の位置を

求めることができる。これまで X 方向中央付近の複数

のストリップが機能していなかった。交換後には異常は

チャンネルが無くなっている事を中性子ビーム実験にて

確認した。この結果、中性子検出器の計数率を向上させ

ることができた。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］中性子、リチウムイオン二次電池、イメ

ージング 

 

［研 究 題 目］水素社会構築技術開発事業／水素エネル

ギーシステム技術開発／CO2フリーの水

素社会構築を目指した P2G システム技

術開発／水素吸蔵合金を用いた低圧水素
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貯蔵システムに関する技術開発   

［研究代表者］中村 優美子（創エネルギー研究部門） 

［研究担当者］中村 優美子、榊 浩司、浅野 耕太、 

Kim Hyunjeong（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 再生可能エネルギーの導入拡大に向けて、余剰電力を

水素の形で貯蔵し利用する Power to Gas システムが注

目されている。そこで本事業では、再生可能エネルギー

から水素の製造・輸送・貯蔵・利用までを含めた技術開

発を行うことにより、Power to Gas システムの実用化

に向けた基盤的技術の確立を目指す。本研究テーマでは、

Power to Gas システムにおいて安全かつ安心安価に水

素を貯蔵することを目指し、水電解装置により製造され

た水素を1 MPa 以下の低圧で貯蔵可能な水素吸蔵合金

材料を開発する。 

 平成29年度は、従来材料の希土類系合金に比べて安

価で同等以上の水素吸蔵量が見込めるチタン−鉄系水素

吸蔵合金について、システムに適した合金材料を開発す

るため、主に初期活性化、水素吸蔵・放出特性、サイク

ル特性の改良を目指して試作および評価を行った。その

結果、改良組成において、実用上可能な条件での初期活

性化、および、目安とする室温、0.1～1 MPa の圧力条

件下での貯蔵性能について達成の目途をつけるとともに、

得られた評価結果を合金タンク設計の基礎データとして

タンク開発側へ提供した。 

［領 域 名］エネルギー・環境   

［キーワード］水素貯蔵、水素吸蔵合金、再生可能エネ

ルギー 

 

［研 究 題 目］ウルトラファインバブル（UFB）及び溶

存ガスの測定評価法確立並びに UFB 発

生装置の性能評価 

［研究代表者］平澤 誠一（製造技術研究部門） 

［研究担当者］平澤 誠一、三宅 晃司、兼松 渉、 

辻内 亨、安井 久一、川崎 一則 

川﨑 隆史、苑田 晃成、綾 信博 

田中 智子（常勤職員9名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 UFB の応用を可能とする物性は、バブル水中での溶

存ガスの振舞いと、系に安定に存在する UFB との相互

作用とに深く関連していると考えられるが、科学的な現

象解明はそれほど進んでいないのが現状といえる。本事

業では UFB 共存下、或は UFB 発生の履歴を経た水中

の溶存ガスの振舞い、そしてこれに起因した諸物性につ

いて、バブルとの関連性を含めて科学的に検証を行った。 

 UFB 共存下における化学的酸素消費速度の評価に関

しては、温度、更に必要に応じて雰囲気ガスを制御可能

な反応装置を導入し精度を高めて追試を行った結果、溶

存酸素の亜硫酸水素ナトリウムとの反応速度が、①ファ

インバブルの共存によって影響を受けること、②ファイ

ンバブル発生装置（発生機構）に対しても依存性を持つ

こと、③一部の反応系においては、バブルの個数濃度

（NITE と協働で行った物理的消泡による）と相関があ

ること、が確認された。 

 生物による酸素消費速度の評価では、酵母の呼吸を利

用した測定系、並びに、酸素を消費する酵素である D-

アミノ酸オキシダーゼを用いた反応系を構築して評価を

行った。前者においては、バブルの有無による酸素消費

速度に有意な差は見られなかったが、後者の酵素反応で

は、支援先企業の製品であるフォームジェット水による

酵素反応活性の促進が確認された。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］ファインバブル、溶存ガス、反応速度 

 

［研 究題目］次世代型高品質スクリーン印刷技術と新

規スクリーンマスクの開発 

［研究代表者］牛島 洋史（フレキシブルエレクトロニ

クス研究センター） 

［研究担当者］牛島 洋史、山本 典孝、寺崎 正、 

野村 健一、金澤 周介、藤尾 侑輝、

堀井 美徳、藤田 真理子、粕谷 陽子 

（常勤職員6名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

本研究開発では、従来のスクリーン印刷では形成する

ことができない断面矩形性の高い厚膜･細線の配線パタ

ーンを様々な基材上に形成可能とする印刷技術と、それ

に供するスクリーンマスクの作製技術の確立を目標とす

る。ここで開発するスクリーンマスクは、低粘度のペー

ストが使用できるように、メッシュ部、乳剤パターンの

側壁、乳剤の底面がそれぞれに異なる表面エネルギーに

なるような、独自性の高い表面修飾･処理技術の確立を

必要とする。更に、配線形成に用いる導電ペーストとし

て最もよく用いられる銀ペースト以外に、ナノ銀ペース

トや銅ペースト、ナノ銅ペースト、伸縮性銀ペースト等、

今後の IoT デバイスやウェアラブルデバイスへの適用

が検討されているペーストを用いた厚膜･細線のパター

ニングや積層印刷も可能とすべく、スクリーンマスクそ

のものをスクリーンオフセット印刷法に最適化した線径、

開口率、張力、乳剤厚で作製するための仕様を確立する。

こうして開発される技術により、積層セラミックコンデ

ンサやインダクタ、レジスタ、コネクタ、フレキシブル

配線基板、タッチパネル用透明電導膜、サーマルプリン

トヘッドといった電子部品を低コストに生産することが

可能になり、我が国で製造される様々なエレクトロニク

ス製品の国際競争力の強化が見込まれる。更に、この技

術は小規模事業者によるエレクトロニクス製品の製造も

可能とすることが期待できるので、新規参入による新産

業創出の加速も見込まれ、地域産業の活性化に資するも

のと期待される。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 
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［キーワード］プリンテッドエレクトロニクス、スクリ

ーン印刷、スクリーンオフセット印刷、

スクリーンマスク、高精細印刷、曲面印

刷 

 

［研 究 題 目］平成29年度佐賀県リーディング企業創出

支援事業「九州シンクロトロン光研究セ

ンターでの高精度 LIGA プロセスによる

X 線格子デバイスの開発」 

［研究代表者］三澤 雅樹（健康工学研究部門） 

［研究担当者］三澤 雅樹、安本 正人、寺崎 正、 

田口 英信、大石 明広、常葉 信生、

日高 昌則（常勤職員3名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 従来の X 線検査装置では、X 線吸収によるコントラ

ストが十分つかないため、柔らかな食品中の異物（樹脂

片、軟骨、繊維等）や医薬品製造時の薬剤の包装不良、

錠剤の有無等の検出が難しい。これに対し、X 線位相イ

メージング法を使うことで、コントラスト感度が数百倍

高まり、X 線イメージングの適用範囲拡大が期待できる。

この位相イメージングに必須となる X 線回折格子を、

微細加工施設と九州シンクロトロン光研究センターの放

射光を使い、LIGA プロセスによって製作する。 

 H29年度は、1）高精細 X 線マスク開発、2）高アス

ペクト比 X 線マスク開発、3）湾曲型回折格子設計製作、

4）位相画像取得と格子性能評価、5）UV 露光装置高性

能化、6）放射光照射実験、7）エッチング現像と電鋳

めっき加工、8）パターン、表面形状、寸法評価の8項

目を産総研と田口電機工業で分担し、合計4回の放射光

実験を行なった。また、福岡県立三次元半導体研究セン

ターなどの最新機器設備を利用して、X 線回折格子のマ

スク作成と X 線照射条件、エッチングおよびめっき加

工条件の最適化を行った。未達項目については原因を特

定して対策を立案し、次年度の大型化、高効率化に向け

た課題を明らかにした。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］X 線、タルボー・ロー干渉計、微細加工、

LIGA、位相イメージング 

 

［研 究 題 目］次世代蓄電池用セラミック電解質基板の

量産プロセス適合技術の開発 

［研究代表者］濱本 孝一（無機機能材料研究部門） 

［研究担当者］濱本 孝一（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 市場規模の拡大が期待される電気自動車や再生可能エ

ネルギーの電力平坦化に不可欠な大容量蓄電池が世界的

に注目されている。中でも、有機電解液を利用する既存

のリチウムイオン電池と比較して、安全性やエネルギー

密度を高くすることが可能なセラミック電解質を用いた

全固体型蓄電池等の実用化が強く望まれている。近年、

全固体型蓄電池の実用化に向けた技術開発は世界的に広

く行われているものの、より高い安全性が期待される酸

化物系の全固体電池において、大面積で高性能なセラミ

ック電解質基板を提供しているメーカーが殆ど存在しな

いことが技術開発や実用化研究の妨げの一つとなってい

る。また、全固体電池用のセラミック電解質は、低抵抗

化のための緻密で薄い構造だけでなく、電極材料（活物

質）と高比表面積での接合を実現することが望ましい。

しかしながら、これを実現できるような電解質基板を提

供している企業も少ない。本研究開発では、産総研が保

有す技術シーズを民間企業へ技術移転し、次世代蓄電池

用セラミック電解質基板の量産プロセス技術を開発する

ことを目的とした。これにより、民間企業において、7 

cm 角以上の面積を有する全固体型蓄電池用のセラミッ

ク電解質基板の量産化のための基礎技術を確立し、更に

産総研にて表面を微構造化したセラミック電解質基板の

製造技術を新たに開発した。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］次世代燃料電池、次世代蓄電池、セラミ

ックス電解質、電気化学、エネルギー部

材製造技術 

 

［研 究 題 目］国立大学法人東京大学「ペロブスカイ

ト系革新的低製造コスト太陽電池の研究

開発（新素材と新構造による高性能化技

術の開発）」のうち「界面制御技術」 

［研究代表者］近松 真之（太陽光発電研究センター） 

［研究担当者］近松 真之、村上 拓郎、 

カザウィ サイ、宮寺 哲彦、 

小野澤 伸子、舩木 敬、古郷 敦史、

佐山 和弘、反保 衆志、鯉田 崇、 

西川 賢吾、西原 佳彦 

（常勤職員10名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 有機無機ハイブリッド（ペロブスカイト）太陽電池は、

ここ数年で急速な効率向上が見られ、塗布プロセスで作

製可能なことからも、低コスト次世代太陽電池として注

目を集めている。本研究開発委託事業は革新的低コスト

太陽電池の本命であるペロブスカイト太陽電池の実用化

を目指すものであり、研究項目としては界面制御技術を

担当する。ペロブスカイト太陽電池の積層材料界面に、

界面修飾材料を導入し、材料界面における電荷再結合お

よび直列抵抗成分を制御し、曲線因子（FF）を向上さ

せることによる高効率化を目指す。 

本年度は Cs, ホルムアミジニウム（FA）, メチルア

ンモニウム（MA）, Pb, I, Br 系ペロブスカイトを用い

て、各材料界面の制御およびペロブスカイト層内部粒界

の界面制御を行った。電子輸送層とペロブスカイト界面

においてはポーラスチタニアに塩酸処理を施すことで中

間目標の一つである短絡電流密度（Jsc）: 23 mA/cm2以
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上で FF: 0.75以上を得た。また、ペロブスカイト層を

ヨウ化メチルアンモニウム（MAI）溶液で処理するこ

とで FF を向上させ効率19.3%を得ることができた。さ

らに、Br と I の組成比制御や臭化ホルムアミジニウム

（FABr）溶液に曝すことなどで高電圧化させ、開放電

圧（Voc）: 1.2 V 以上で FF: 0.75以上を得た。新規界面

制御材料の開発では分子構造とセル性能との関係を探索

し、ペロブスカイトとホール輸送層の界面へ新規材料を

導入することでホール輸送層の膜厚を低減できる結果が

得られた。また蒸着法でペロブスカイト層を積層させる

新規システムを構築した。 

［領 域 名］エネルギー・環境  

［キーワード］ペロブスカイト太陽電池、有機無機ハイ

ブリッド太陽電池、界面制御、界面修飾

材料 

 

［研 究 題 目］高圧水素中における破壊靭性試験法の確

立とデータベース化 

［研究代表者］飯島 高志（創エネルギー研究部門） 

［研究担当者］飯島 高志、安 白、孫 正明、 

榎 浩利、阿部 孝行 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 水素の影響を多少受ける材料を水素ステーション設備

に利用した場合、従来の高圧ガス設備と等しい機能維持

を図るためには、従来の材料評価に加えて KIH（水素助

長割れの限界応力拡大係数）を設計に利用する方法が有

効であることが期待できる。そこで、汎用金属材料

（SUS304、SUS316、Cr-Mo 鋼、Ni-Cr-Mo 鋼など）

などを対象として、高圧水素ガス中で破壊靭性試験を実

施し、データベースを構築することで、高圧水素ガス関

連機器において使用可能な鋼種を拡大し低コスト化を目

指す。具体的には、115 MPa の水素ガス中で、荷重が

漸増あるいは漸減する際のき裂進展メカニズムを明らか

にし、水素ステーション用蓄圧器を設計する際に KIH

を用いることの有用性を評価する。 

 平成 29年度は、引き続き蓄圧器の破断前漏洩

（LBB）評価に関連し、高圧水素ガス中における各種

市販材料（低合金鋼、ステンレス鋼、アルミニウム合金

等）の破壊靱性試験を、荷重増加法、定荷重法、定変位

法を用いて実施し試験データを蓄積した。その結果、低

合金鋼では115 MPa の水素ガス中室温において荷重増

加法を用いて KIH を求める試験が有効であることを見

いだした。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］水素脆化、応力拡大係数、水素ステーシ

ョン 

 

［研 究 題 目］HFO－1123などを成分物質とする混合

冷媒の音速の測定 

［研究代表者］狩野 祐也（工学計測標準研究部門） 
［研究担当者］狩野 祐也、粥川 洋平、藤田 佳孝 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、地球温暖化係数（GWP）の小さい新規

冷媒として期待される HFO-1123（トリフルオロエチ

レン）ならびにそれを成分物質とする混合冷媒について、

気相域における音速を測定し、冷凍・空調サイクルの性

能評価に必要となる基礎的な熱力学性質を明らかにする

ことを目的とする。HFO-1123純冷媒および HFO-1123 

/HFC-32系混合冷媒を測定対象サンプルとして、円筒型

音波共鳴式音速測定装置により気相域の音速を測定する。

さらに、得られた音速データから理想気体状態の音速を

求めることで、冷媒の熱力学状態方程式の開発に不可欠

となる理想気体状態の定圧比熱を求める。 

 本年度は、HFO-1123/HFC-32の2成分系混合冷媒に

ついて、質量比40/60 mass%混合物の気相域における音

速測定を実施した。音速測定には、産総研で開発した円

筒型キャビティによる音波・電磁波共振測定装置を用い、

温度303 K～333 K、圧力200 kPa～1000 kPa の範囲で、

計18点の音速実測値が得られた。測定した音速データ

に基づき、当該プロジェクトで熱力学状態方程式の開発

を担当している九州産業大学において HFO-1123 

/HFC-32の混合モデルが構築されるなど、新規冷媒の基

礎的な熱力学性質の解明に貢献する成果が得られた。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］冷媒、物性、音速、密度、冷凍、空調 

 

［研 究 題 目］「ホルモン受容体陽性乳がんにおける腫

瘍内 heterogeneity の検討」に係る統計

解析業務 

［研究代表者］鍵和田 晴美（創薬分子プロファイリン

グ研究センター） 

［研究担当者］鍵和田 晴美（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

【概要】 

 乳がんの約70 %であるホルモン受容体陽性乳がんは

一般的に抗がん剤に耐性があるといわれているが、その

耐性機序は不明である。その原因の一つに腫瘍内の

heterogeneity（不均質）の関与が示唆されているが、

詳細は不明である。 

 本研究は産総研で開発したプロテインアレイを用いて

試料中のリン酸化活性を検出する測定系を臨床検体に適

用した。ホルモン受容体陽性乳がん組織の持つリン酸化

活性をアレイ上で直接計測し、疾患の要因に結びつくよ

うな細胞の異常活性を探索することを目的としている。 

【背景】 

 生命の基本単位である細胞は、夥しいタンパク質の集

団によって構成されている。タンパク質分子間のリン酸

基の受渡しがリン酸化反応であり、細胞はこの反応によ
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って、細胞内外からの刺激を分子間で情報として伝播す

ることで目的を達成する。例えば情報伝播の目的地が核

であれば核内の遺伝子発現を制御し、細胞の性質を変え

て環境要因に対応する、といった具合である。 

 さらにリン酸化反応は多くの場合、渡し手（酵素）と

受け手（基質）がある程度決まっている（特異的であ

る）ため、試料中でどのタンパク質をリン酸化する活性

があるのかを調べれば（すなわちアレイに懸濁液を反応

させてアレイ上のどの分子にリン酸基がついたのかを調

べれば）細胞内のシグナル伝達経路上でどの部分に活性

があるのかを推測することができる。 

【結果】 

 具体的には、シグナル伝達経路に関わる1000以上の

タンパク質分子を搭載したガラスアレイに、研究受託を

受けたがん組織の懸濁液を反応させて、アレイ上のどの

タンパク質にどの程度リン酸化が施されたかを特異的抗

体によって検出した。 

 また、測定結果について数理解析を行い、統計的に有

意な結果の抽出や活性のあるパスウェイ候補の絞込みに

よって複数の有意な結果を得た。 

 本研究は他組織の臨床研究計画内の受託解析として行

っており、得られた結果は依頼元に提供した。委託元で

の臨床データとの照合や解釈を通して、ホルモン受容体

陽性乳がんの治療耐性の機序解明に貢献することが期待

される。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］乳がん、heterogeneity、薬剤耐性、分 

子機序 

 

［研 究 題 目］慢性腎臓病重症化予防のための多職種連

携ビジュアルツールの開発 

［研究代表者］根本 直（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］根本 直 

［研 究 内 容］ 

 腎臓病の治療効果の向上のために各種検査データ等の

変化をわかりやすく視覚化し患者と医療チームの間で速

やかに情報を共有し治療に反映させることが重要である。

この目的に特化したデジタル端末機器を開発し、これを

用いた診療スタイルのプロトタイプを確立し、腎臓病重

症化予防のイノベーションの構築基盤とする。 

 慢性腎臓病患者に対して多職種連携による多面的な治

療介入を行うことにより透析導入患者を効率的に減少さ

せることが期待される。人工透析導入となると速やかに

腎機能は損なわれ、透析の国費負担は非常に大きい。そ

のため保存期の治療効果の向上のためには各種検査デー

タ等の変化をわかりやすく視覚化し、患者と医療チーム

の間で速やかに情報を共有し行動変容に結びつけ治療に

反映させることが重要である。 

 そのために統計的パターン認識による物理化学的計測

量の可視化方法であるメタボリック・プロファイリング

法の処理方法や提示方法を実績ある可視化法の一つとし

てアプリケーションへ組み込み応用化研究を行なう。 

 可動するデモアプリケーションが提示できたと同時に、

琉球大学医学部において NMR-メタボリック・プロフ

ァイリング法の有効性が認識され、アプリケーション開

発とともに試験導入の検討が開始された。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］統計的パターン認識、医療、慢性腎臓病、

アプリケーション、メタボロミクス、代

謝、NMR-MP 

 

［研 究 題 目］新素材のカーボンナノチューブ 

（CNT） 

複合材料を用いた可飽和吸収体（SA）

－光デバイスの開発 

［研究代表者］吉川 佳広（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］吉川 佳広（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、沖縄科学技術イノベーションシステム構築

事業において、琉球大学のグループを代表とする表記課

題の分担研究である。その中で本分担研究では、CNT

のポリマー溶液への分散とフィルム化、およびフィルム

中における CNT の分散状態を原子間力顕微鏡

（AFM）観察によって可視化することを目的とした。

平成29年度は、まず、フィルム中における CNT の分散

状態を AFM で観察するための事前検討を行った。オク

タデシルアミンで修飾された単層 CNT を様々な濃度で

ポリマー溶液に超音波処理により分散させた。そして、

スピンキャスト法により膜厚が約100 nm の薄膜を作製

して、AFM 観察を行った。高さ像では CNT の形態を

見いだすことは困難であったが、位相像においては

CNT の存在個所を明確に見分けられることがわかった。

次いで、CNT とポリマーの複合フィルム（厚さ：200

～300 µm）の作製を行った。溶媒、溶液濃度、および

分散するポリマーの種類などを種々検討することで、

CNT とポリマーの複合フィルムを再現性よく調製でき

る条件を見いだした。さらに、作製した複合フィルムの

内部構造を AFM で観察する方法の検討も開始した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］カーボンナノチューブ、原子間力顕微鏡 

 

［研 究 題 目］宍道湖における水産資源再生に関わる地

学的因子の解明 

［研究代表者］山室 真澄（地質情報研究部門） 

［研究担当者］山室 真澄（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

宍道湖では、漁獲対象の二枚貝ヤマトシジミが貝殻を

除いても底生動物全バイオマスの98 %近くを占め、そ

の濾過能力によって水質浄化に寄与していることが、旧

地質調査所が行った研究で明らかになっている。その宍
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道湖では近年、ヤマトシジミの漁獲量が最盛期の10分

の1以下に減少し、平行してアオコが頻発するようにな

った。本研究では宍道湖生態系の維持にも重要な機能を

果たしているヤマトシジミ資源の減少原因を解明し、さ

らには再生するための方法を提示することを目的とした。 

今年度は大橋川上流地点における塩分の連続観測デー

タが得られている計算格子を境界位置として物理モデル

の再現性を確保した上で、水質計算に島根県の第6 期

湖沼水質保全計画において構築された水底質結合生態系

モデルを基本とし、塩分に起因する植物プランクトン種

の交代と、植物プランクトン種交代の影響を受けたヤマ

トシジミの成長を考慮した生態系モデルを構築して計算

を行った。その結果、シジミ資源が激減した2012年と、

一転して増加した2013年の状況を再現することができ

た。このことにより宍道湖でのシジミ資源の増減は、塩

分が産卵数など直接シジミの代謝に影響するのではなく、

餌となる植物プランクトンの優占種が塩分によってラン

藻と珪藻に交代することで引き起こされることが証明で

きた。シジミ資源対策としては、塩分が制御できるよう

にするか、今回作成したモデルを用いて、資源量の減少

が予測されるときはそれに見合った漁獲制限を行うこと

が有効であると考えられた。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］ヤマトシジミ、ラン藻、珪藻、シミュレ

ーション、塩分 

 

［研 究 題 目］先進パワエレデバイスと時分割変調を活

用したマイクロ波応用フロー化学装置の

開発 

［研究代表者］則包 恭央（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］則包 恭央、阿澄 玲子、小山 恵美子、

杉山 順一、久保 利隆 

（常勤職員5名、契約職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 先進パワエレデバイスと時分割変調を活用したマイク

ロ波フロー化学装置を開発し、医薬品用途での難合成等

の短時間高収率合成の可能性を、エンドユーザーの参加

を交えて実証し、研究開発効率の向上、生産プロセスで

の環境にやさしく、エネルギー負荷の少ないプロセスへ

と展開し産業競争力向上に寄与する。本研究の最終目標

は、パワエレデバイスと時分割変調パルスマイクロ波を

用い、有機合成におけるエネルギー消費率を、連続発振

方式に比べ、半分以下にするマイクロ波応用フロー化学

装置を開発し、難合成といわれる合成が短時間高効率で

できることを実証することに置く。その中で今年度は、

パルスマイクロ波発振器を活用した新規合成技法等の開

発として、（1）パルスマイクロ波応用発振器を用いた

装置による合成実証試験を実施した。また、LD-

MOS500W 活用パルスマイクロ波発振器の開発と性能

実証研究として、（2）パルスマイクロ波応用発振器を

用いた装置の基本性能試験、および（3）パルスマイク

ロ波応用発振器を用いた装置による合成実証試験を実施

した。さらに、パルスマイクロ波発振器を活用した新規

合成技法等の開発として、（4）極難合成の高速高収率

合成、（5）無極性溶媒を用いた基質への集中的マイク

ロ波吸収反応、および（6）晶析・起晶工程・溶解への

応用についての開発を実施した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造   

［キーワード］有機合成、マイクロ波、フロー化学 

 

［研 究 題 目］光生物学的安全性リスク評価のための実

用計測技術および評価装置の開発 

［研究代表者］蔀 洋司（物理計測標準研究部門） 

［研究担当者］蔀 洋司（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、光源製品の光生物学的安全性に係るリス

ク評価技術について、従来の測定方法における諸問題を

解決すると共に、国際規格に合致し、かつ高い測定精度

と実用性を兼ね備えた新しい評価技術の開発を目的とし

ている。さらに、開発した評価技術に基づき、国際認証

の場面で主に用いられている従来型のハイエンド評価装

置と同程度の信頼性を有すると共に、コスト・操作性・

拡張性に優れた実用評価装置を実現することを目的とし

ている。 

 平成29年度は当該事業の最終年度であり、平成28年

度に試作したプロトタイプの補正パラメータの有効性の

検証、および測定アルゴリズムの見直しなどの改良を行

った。光生物学的安全性の評価における測定不確かさの

評価方法について、国際照明委員会（CIE）での審議を

通じた技術的検討を行ったほか、LED 投光器やキセノ

ンランプ等の代表的な光源製品に対してリスク評価を行

い、参照値との対比により、実用評価装置の測定結果の

妥当性を検証した。リスク評価における測定距離と測定

視野条件の関係（不均一性、サイズ効果等の影響）に関

する定量評価を行い、従来法よりも高精度な評価方法を

考案した。これら一連の成果により、実用評価装置の開

発および評価を完了した。さらに、実用評価装置の完成

度を高めるべく、簡易評価機能を組み込んだモジュール

化のコンセプトを具体化すると共に、グレア評価等の付

加機能の実装に関する検討を併せて行った。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］光生物学的安全性、放射測定、紫外放射、

赤外放射、青色光網膜傷害、視野角 
 

［研 究 題 目］環境にやさしいローエミッション花火の

製造技術の開発 

［研究代表者］松永 猛裕（安全科学研究部門） 

［研究担当者］松永 猛裕、岡田 賢、秋吉 美也子、

藤原 英男、嶋田 明洋、Abe Yo 

（常勤職員3名、他3名） 
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［研 究 内 容］ 

 日本の伝統文化として親しまれている花火だが、その

環境への影響を問題視する声が近年高まってきている。

花火大会で使用する打上花火では、固形ゴミ（燃焼残

渣）は広範囲に飛散され、怪我・クレーム等も年々増え

ている。テーマパーク、演劇等における花火では、打ち

上げ場所と観客が近い距離にある為、花火の燃焼時に発

生するゴミの影響でやけど等の怪我、衣服等への汚れ、

近隣設備への汚れなどが発生している。特に上を見上げ

ることが多いため、飛散してきた固形ゴミが目に入った

という苦情が多い。しかし、テーマパークや演劇等のエ

ンターテイメント業界にとってクレームは最も避けたい

ことである。 

 今年度は、結合剤として利用できる高機能化学物質を

特定した。また、井上玩具煙火（株）に高機能化学物質

の安全な利用方法を指導した。 

硝酸カリウム用の結合剤として、新たにヒドロキシプ

ロピルセルロース（HPC）を検討した。硝酸カリウム

は酸化力（燃やす能力）が低いので、結合剤を多く使う

と燃えなくなる。こういう視点で、固体ロケット推進薬

用の末端水酸基ポリブタジエンは使えない。また、エチ

ルセルロースは少量で結合できるが、現在、調査した範

囲では十分な強度がでない。HPC を用いてプレス成形

することでこれらの問題を解決できる可能性を見出した。 

具体的な製品開発として、「エア・バースト」および

「4 m コメット」を選んだ。これらは現状の花火製造者

の技術では困難な製品である。試作品について、（株）

山﨑煙火製造所に評価して頂いた。また、導入先のテー

マパークおよび室内ミュージカルにも試射を見て頂き、

着実に実用化へ進めている。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］花火、ローエミッション、環境に優しい、

粉体硬化、小型煙火、火薬 

 

［研 究 題 目］アルミニウムを反応媒体とした SBH
（Sodium Borohydride）の工業的製造技

術開発と SBH 製造に伴う副生アルミナ

のアルミニウムへの再生および副生アル

ミナの品質制御条件の確立 

［研究代表者］松永 猛裕（安全科学研究部門） 

［研究担当者］松永 猛裕、岡田 賢、秋吉 美也子、

薄葉 州、Abe Yo、加藤 和彦、 

山岡 貴子、柴田 強、杉本 まき子 

（常勤職員3名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は（株）ハイドリックパワー・システムズ（以

下、HPS）が発明し特許を保有する“アルミニウムを

還元反応促進剤とした SBH（水素化ホウ素ナトリウ

ム）生成法の基本技術”（特許第5839337）と日本軽金

属（株）の保有する“国内唯一のアルミニウム製錬技

術”を融合させ、水素キャリアとしては比肩するものが

ない粉末 SBH を大量（再）生産できる技術を確立し、

水素でガソリン並みのエネルギー価値の実現を目指すも

のである。本研究に成功すれば粉末 SBH の大量（再）

生産が実現し、我が国が水素社会実現に向け抱える“水

素の輸送・貯蔵”という喫緊の課題に解決策を与えられ

る可能性がある。 

 本年度は、様々な SBH 合成実験を安全に行えるよう、

水素漏れ等の評価が行えるように検討を行った。SBH

合成試験については、引き続き産総研所有の耐圧反応装

置ハイパーグラスターを用いた実験を繰り返した。当初、

HPS の特許は100 MPa、800 ℃という特殊環境であっ

たので、それよりも低圧、低温下では収率が悪くなると

考えていたが、予想に反して広い範囲で一定の収率で

SBH が合成できることを確認した。そこで、種々の撹

拌方法および水素の供給方法で SBH 合成を試みた。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］水素貯蔵合金、SBH、水素社会、爆発 

防止、安全性評価、テルミット反応、メ

カノケミストリ 

 

［研 究 題 目］最先端遺伝子情報解析技術の活用によ

る環境保全・地域資源循環型の有機農産

物安定生産システムの開発 

［研究代表者］羽部 浩（環境管理研究部門） 

［研究担当者］羽部 浩、佐藤 由也、堀 知行、 

稲葉 知大、柳澤 真紀 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 近年、環境保全の重要性がますます高まっており、我

が国では環境保全型農業が一政策として推進されている。

本研究ではこのような背景のもと、有機性廃棄物を原料

に用い、微生物活性を利用する画期的な有機液肥製造装

置の開発を進めている。昨年までには試作機の高解像度

微生物解析を行い、液肥化反応のメカニズムおよびプロ

セスの安定性維持において鍵となる微生物の解明に成功

した。本年度は本液肥製造装置を実用規模にスケールア

ップし、その液肥製造性能と鍵微生物の経時変化を観察

した。昨年度から蓄積してきた物理化学的パラメーター

と微生物解析データを統合して検討した結果、鍵微生物

の存在量を制御し得る運転条件を見出し、液肥製造性能

を安定的に維持することに成功した。これにより、本研

究で解明した液肥化反応メカニズムが普遍的に適用可能

であること、さらには本装置が実用規模でも安定的に機

能することが示された。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］環境保全型農業、廃棄物利用、有機液肥、

バイオリアクター 

 

［研 究 題 目］超高性能多層膜光学フィルタの開発 
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［研究代表者］桑原 正史（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］桑原 正史、福田 隆史、斉藤 央 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 光学濃度（Optical Density:OD）10以上を測定可能

とする高性能分光光度計の開発、研究計画： H27年度

からプロジェクトが始まり、H29年度で終了。光学フィ

ルターおよび分光光度計の開発 

年度進捗状況： 

 企業との共同プロジェクトで、企業側がフィルターの

開発、産総研側は分光光度計の開発という役割を担った。

本装置の特徴は、2つの検出器、分離型ダブルモノクロ

メーター、平行な入射光であることである。検出器は、

ロックイン検出と光子数検出となっており、比較的強い

光の場合はロックイン検出、極微弱光では光子数検出を

使い分ける。分離型ダブルモノクロメーターと平行な入

射光は、迷光を減らすための工夫である。迷光は、測定

結果に大きく影響するため、対策を施した。開発した装

置は、光子数検出で OD13の測定が可能である事がわか

り、これは白色光を用いた分光光度計では最高レベルの

性能となった。また、同一試料を用いて、市販の装置と

測定結果の比較を行った。その結果、市販装置では迷光

の影響が大きく、試料自体の特性を測定できないことが

わかった。開発した装置の正確な評価として、水溶液の

標準試料を用いて測定を行い、測定値が信頼に足るもの

とわかった。また、試料や装置の標準化を目指し、各組

織との連携を探った。今後は、検出器の一本化により低

価格、小型化を目指す。また、標準試料の作製、測定や

試料の標準化を検討し、高精度で光信頼性のある透過光

測定を目指す。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造   

［キーワード］光学濃度、透過率、分光光度計、誘電体

多層膜フィルター 

 

［研 究 題 目］次世代超薄板ガラスのインライン検査を

可能とする超高速複屈折計測装置の開発 

［研究代表者］穀山 渉（工学計測標準研究部門） 
［研究担当者］穀山 渉、野里 英明、服部 浩一郎 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、最先端ディスプレイ技術に使われる超薄板

ガラスの生産工程を革新し、国内ガラス産業のさらなる

生産性の向上や高付加価値化に役立つものである。静岡

県先端企業育成プロジェクト推進事業の一環として実施

されている。 

 超薄板ガラスの製造工程における重要な品質管理項目

に「残留歪み」があり、複屈折計測装置により光学的に

計測されている。よって、極めて小さい残留歪みをイン

ラインで実時間に検査する複屈折計測装置がガラスメー

カから強く要望されている。そこで本研究では、複屈折

計測装置の心臓部である「位相計」に産総研の特許技術

を導入することで、高い精度を保ちつつ従来比10倍以

上の超高速計測を可能とし、世界トップ性能の次世代ガ

ラス検査装置としての製品化を目指す。 

 本年度は、その第3年度（最終年度）として、実施計

画書に従い、研究項目「開発した技術を統合し、製品化

に必要な技術開発を完了する」を実施した。具体的には、

開発した位相計をより製品に近い形で性能評価し、得ら

れたデータを踏まえ、レーザ干渉計および位相計の総合

性能の調整・改良を行った。その結果、本年度の目標

（ビート周波数 10 MHz 以上において、位相計測分解

能 0.1 度 以下、かつ計測速度0.05秒以下／測定点）を

超える性能（ビート周波数 80 MHz、位相計測分解能 

0.05 度、計測速度 0.02秒／測定点）を確認した。これ

により、検査装置メーカにおける製品化へ向けた技術的

見通しがたった。本委託研究によって開発された技術は、

次年度以降に実際に製品に搭載される予定である。 

［領 域 名］計量標準総合センター 
［キーワード］複屈折、ヘテロダイン干渉計、位相計 

 

［研 究 題 目］光インターコネクトモジュール用光ナノ

インプリント装置の開発 

［研究代表者］廣島 洋（集積マイクロシステム研究セ

ンター） 

［研究担当者］廣島 洋、高木 秀樹、尹 成圓、 

鈴木 健太、天野 建（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 データセンターのサーバー等の大容量データを高速処

理する需要拡大により、電気配線に替わる光インターコ

ネクトモジュール（光配線基板）の必要性が高まってい

る。本事業では、3年間の全体目標において、大型基板

上に高精度に多様な3次元光学構造体を一括形成できる

光ナノインプリント装置を開発し、従来にない低コスト

の光配線基板の製造の実現を目指す。産総研の独自技術

である凝縮性ガス導入機構、産総研と民間企業が共同で

開発経験のある基板裏面からのソフトパッドによる低加

圧機構をベースに開発し、8インチの大型基板対応の低

加圧で均一なインプリント動作制御が可能な装置を作製

する。本年度は新規開発の光ナノインプリント装置の８

インチ全域で転写試験を行い、転写成功率、膜厚分布、

アライメント精度に関して評価した。転写成功率では、

凝縮性ガスの濃度の最適化と転写パターンの表面白濁化

の改善を行うことで、転写成功率は99 %の数値を得た。

膜厚分布の標準偏差/平均は1.62 %であり、目標である

膜厚分布5%以内を達成した。アライメントの精度の評

価では、液中アライメント方式により2回のナノインプ

リントパターン重なりのずれを評価し、モールド基準で

X 方向＋170 nm、Y 方向－170 nm が得られ、目標値

であるアライメント精度200 nm 以下を達成することに
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成功した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］光ナノインプリント、光インターコネク

ト光配線、UV 硬化樹脂、インクジェッ

ト、データセンター 

 

［研 究 題 目］高画質で小型軽量な卓上 X 線3D スキャ

ナの開発 

［研究代表者］加藤 英俊（分析計測標準研究部門） 

［研究担当者］加藤 英俊、鈴木 良一 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 X 線源と X 線検出器の両方がバッテリーで駆動可能

な、産総研で開発した小型軽量な非破壊検査用 X 線源

と共同研究先で開発した高感度高精細な半導体 X 線イ

メージャを組み合わせ、従来装置と比較して小型で卓上

設置が可能な X 線3D スキャナを試作開発することを目

的とし、本研究開発においては、金属を含んだ産業製品

の X 線イメージを撮影可能とするための管電圧200 kV

への高エネルギー化、及び、スキャナ本体の小型軽量化

を可能にするための X 線源軽量化を行ってきた。また、

３D スキャナでは、1周360度の全方向の画像を撮らな

ければならないため、検査スループットを上げるにはデ

ューティの高い X 線の開発を行ってきた。 

 本年度は針葉樹型カーボンナノ構造体電子源を用いた

X 線管の安全性を高めるため、陽極の構造を改良して不

要な X 線をできるだけ外に漏洩しないようにした X 線

管を設計・製作した。この X 線管を樹脂モールドして

X 線源を試作し、目標であるデューティ3 %以上の連続

駆動が可能であることを確認した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］カーボンナノ構造体、X 線源、非破壊検

査、X 線 CT 装置 

 

［研 究 題 目］平成29年度先端企業育成プロジェクト推

進事業「国産技術による高齢者大腿骨骨

折治療用インプラントの製品化」 

［研究代表者］岡崎 義光（健康工学研究部門） 

［研究担当者］岡崎 義光、有田 千成子 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本事業は、輸入依存度の減少および国内企業の新規参

入を目指して、国産技術による高齢者大腿骨骨折治療用

インプラントの製品化を目的として実施するものであ

る。このうち、今年度については、日本人の骨格構造に

近い既承認品ステムを購入し耐久性試験を行った結果、

500万回の耐久性は2700 N であった。さらに、室温引

張り試験及び10⁷回までの疲労試験を実施した結果、0.2 

%耐力：940 MPa、引張り強さ：1000 MPa、破断伸

び：16 %、絞り：50 %、10⁷回疲労強度：650 MPa 近

傍であった。これらの結果により、型鍛造成形の目標値

を取得できた。荒鍛造ステムの解析では、ホワイトバン

ド(鍛流線)が出ない条件での型鍛造が重要となることが

わかった。鍛流線の影響をできるだけ小さくためには、

鍛錬比＝（材料投入断面積）／（ステム断面積）の値を

1.5以下の丸棒径とすることが、小サイズのステムでの

耐久性向上には必要と考えられた。投入材料の形状を単

純な丸棒形状ではなく、丸棒の形状を円錐形状に加工す

る方法が必要と考えられた。また、鍛造シミュレーショ

ン技術を活用して、ばりの量、鍛錬比等を制御すること

が、有用となることがわかった。  

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］整形外科、インプラント、高温型成形技

術、性能評価 

 

［研 究 題 目］医療器具用消毒剤の最適管理システムの

開発 

［研究代表者］愛澤 秀信（環境管理研究部門） 

［研究担当者］愛澤 秀信、野田 和俊、牧野 雅 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 内視鏡は、胃や大腸などの消化器官を直接観察できる

ことから、消化器官内の炎症やガンなどの疾病の早期発

見のための検査や各疾病の経過観察で使用頻度が増加し

ている。この内視鏡検査を安全かつ迅速に行うためには、

洗浄・消毒処理を短時間で確実に行わなければならない。

使用後の内視鏡は、水洗浄の後、0.55 %のフタルアル

デヒドを含む水溶液で消毒処理を行う。この消毒剤の有

効濃度は0.3 %以上とされており、その濃度管理は紫外

域波長の吸光度変化によって行っている。吸光度変化は、

消毒液の濃度の他に温度にも依存するため、濃度管理に

は消毒液の温度も管理しなければならない。本研究では、

短時間で消毒剤濃度を測定できる新規濃度測定法を確立

および迅速な消毒剤濃度測定器の開発を目的として、濃

度0.2～0.55 %の消毒剤を温度15～35 ℃で変化させた

ときの各紫外域波長の吸光度変化の温度依存性を調べた。

消毒剤の吸光度変化は、濃度0.20～0.55 %の消毒剤が紫

外域波長320 nm、340 nm、365 nm、370 nm の全て

において温度依存性を示し、1 ℃あたり3 %変動するこ

とが分かった。この変動は、温度係数と補正式を用いる

ことで補正可能である。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］内視鏡、殺菌、消毒剤、濃度管理、吸光

度 

 

［研 究 題 目］無電解めっきによるカーボン／金属複合

体製造プロセス技術の開発 

［研究代表者］堀内 伸（ナノ材料研究部門） 

［研究担当者］堀内 伸、島田 悟、中尾 幸道、 

李 成竺（常勤職員2名、他2名） 



研 究 

(598) 

［研 究 内 容］ 

 炭素繊維強化複合材料（CFRP）やカーボンナノチュ

ーブ（CNT）／樹脂複合材等に代表されるカーボン繊

維複合材は炭素繊維と樹脂との複合材料で、軽量性や高

い強度、放熱性を有する優れた材料である。しかしなが

ら、カーボン繊維複合材は金属と比較すると導電性が低

いため、構造材料としての応用では、落雷等で大電流が

流れたときに構造が大きく損傷する恐れがある。本研究

開発では、カーボン繊維複合材料表面に金属皮膜を形成

した“カーボン／金属ナノ複合体”製造プロセス技術の

開発を目的としている。カーボン繊維複合材は機械的特

性に優れた新素材で、様々な分野の発展に欠かすことが

出来ない材料であるが、導電性の低さに由来する大電流

に対する弱さが課題となっている。さらに、本技術はパ

ターニング技術等との組み合わせにより、カーボン繊維

複合材上へのアンテナ形成や配線形成等の新しい市場を

開拓する技術になると予想される。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］カーボン、めっき、耐雷性 

 

［研 究 題 目］埼玉県産学連携研究開発プロジェクト補

助金「超音波治療用モジュール化トラン

スデューサーの開発」 

［研究代表者］葭仲 潔（健康工学研究部門） 

［研究担当者］葭仲 潔、小関 義彦、永田 可彦、 

新田 尚隆、鷲尾 利克、高木 亮、 

竹内 秀樹、大谷 修司、佐々木 明 

（健康工学研究部門）、 

小泉 憲裕（電気通信大学） 

東 隆、高木 周（以上、東京大学）、

沖田 浩平（日本大学）、 

和田 哲郎（筑波大学）、 

山内 康司（東洋大学） 

牛田 享弘（愛知医科大学）、 

川崎 元敬（高知大学） 

（常勤職員6名、他11名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、最終的な医療機器開発に向けた着実

な助走として、理化学機器としての超音波治療機器の研

究開発を目標とする。超音波治療は非切開治療、疼痛緩

和治療、薬剤亢進効果、Blood Brain Barrier を透過さ

せる効果、美容、骨折治癒促進、遺伝子治療、物理エネ

ルギーと薬剤との併用による効果発現・効果増強など、

様々な効果が期待されている。しかしながらその作用機

序は未だ不明な点が多く、この分野における基礎研究、

基礎臨床研究が進んでいない事が大きな問題となってい

る。その理由の一つに、簡便に使用できるパッケージン

グされた理化学機器としての超音波照射機器が存在しな

い事が挙げられる。個々のトランスデューサーやアンプ

など個別の機器や特注された品物は世の中に存在するが、

高出力が可能なパッケージングされた理化学機器はほと

んど存在しない。これが、医師による臨床前研究や基礎

研究を開始するハードルを非常に高くしており、この分

野の発展を妨げている。本申請で研究開発する超音波治

療用モジュール化トランスデューサーはこの問題を解決

する方策の一つであり、誰もが簡単に入手でき、簡便に

扱える治療用超音波照射機器パッケージングツールの研

究開発・提供を目指す。これにより、基礎・臨床研究が

加速され、新しい革新的な医療機器の実現、さらにはそ

の先にある家庭用治療機器への橋渡しを行うための強力

なツールとなる。 

 本年度は、超音波振動子の実機試作、アンプ回路なら

びに新規位相制御システムの仕様策定、並びに関連シミ

ュレーション部分の検討を行った。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］超音波診断・治療、集束超音波、超音波

振動子 

 

［研 究 題 目］極微量物質の計測が可能なナノカーボン

薄膜電極・計測機器の開発 

［研究代表者］加藤 大（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］加藤 大、栗田 僚二 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 生体分子や環境物質などの簡便、安価な検出法として

期待されている電気化学検出法において、①従来電極で

は検出が困難な物質の検出（測定対象の多様化）や、検

出限界の向上（高性能化）が期待でき、②希少・高価な

貴金属を使用せず、印刷カーボン電極を用いた既存の低

性能バイオセンサ／チップを代替できる（低コスト＋高

品質）、「高性能なナノカーボン薄膜電極」の開発を量産

可能な方法で実現する。生体・環境分析に用いる高速液

体クロマトグラフィやストリッピングボルタンメトリィ

等の検出器に用いる電極部材を開発し、さらには本電極

を搭載可能なポータブル計測機器システムの開発へと展

開する。 

 産総研では、疎水化ナノカーボン作製のため、フッ素

化ナノカーボン電極の開発とこれを用いた脂溶性ビタミ

ン E の計測性能の評価を行った。測定溶液中に妨害物

となる親水性ビタミン C が混在していてもビタミン E

のみを高選択的に再現よく定量することに成功した。ま

た、ドライプロセスによる親水化ナノカーボンの作製を

検討した。表面処理における表面特性の変化を表面処理

時間とカーボン組成の観点から評価した結果、酸素の導

入効率もフッ素化と同様にナノカーボン中の sp3成分に

依存することがわかった。本電極の核酸塩基（5-

hmC）に対する電極応答性を検討したところ、未処理

の電極と比して電極活性が向上する効果に加え、測定安

定性が向上する現象も見出した。機器開発については、

食品・環境分析用機器を構成する各要素技術（ポンプ・
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バルブユニット制御によるマイクロ流体制御システム、

プロセスの実施画面・実行ソフトウェア、フローセル、

外観など）を完成させ、これらを搭載した試作機を完成

させた。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］ナノカーボン薄膜電極、電気化学測定デ

バイス、生体物質、食品物質、環境物質 

 

［研 究 題 目］未利用熱発電のための高耐久型熱電発電

モジュールの開発 

［研究代表者］天谷 康孝（物理計測標準研究部門） 

［研究担当者］天谷 康孝、島崎 毅、坂本 憲彦、 

大川 顕次郎、藤木 弘之 

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 近年、新たなエネルギー源として、自動車や工場から

の廃熱（未利用熱）を利用した熱電発電が注目されてい

る。本研究課題では、モノのインターネット（IoT: 

Internet of Things）社会の実現に不可欠な自立型セン

サへの電源供給を目標に、効率良く発電でき、様々な未

利用熱源に適用可能な熱電モジュールを開発する。 

 平成29年度は、昨年度、遷移金属をドーピングする

ことにより、発電特性を従来比1.5倍に向上させた素材

をフレキシブルプリント基板へ実装し、熱電モジュール

を完成させることを目標とする。HIP 法（熱間等方加

圧法）を用い、以前よりも安価に大量生産できる材料製

造プロセスを確立した。さらに、この熱電素子を表面実

装技術によりフレキシブルプリント基板に高速高密度に

実装し、熱電モジュールを試作した。発電性能を評価す

ると発電出力90 mW/cm2と高い発電性能を示した。さ

らに、1000回以上の曲げ試験に対しても試作した熱電

モジュールの発電出力の変化率は1 %以下であった。量

産性に優れた熱電モジュールの高い発電出力を実証でき

たことは、製品化に向けた大きな前進であった。以上、

高出力フレキシブル熱電モジュールの開発に成功した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］未利用熱、IoT、無線センサ電源、熱電

変換発電、熱電材料、熱電モジュール 

 

［研 究 題 目］埼玉県産学連携研究開発プロジェクト補

助金「シリコーンゴム（PDMS）親水性

化表面修飾法の開発」 

［研究代表者］黒澤 茂（健康工学研究部門） 

［研究担当者］黒澤 茂、田中 睦生、平田 芳樹、 

澤口 隆博（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、表面改質したシリコーンゴム表面にツビ

ッターイオン性高分子が吸着されて親水性になるという

知見を基に、医療をはじめとした多分野での使用を視野

に入れた基盤材料開発に資する技術、シリコーンゴムの

親水性化表面修飾法を開発する。本研究において確立す

る技術を用い、本研究期間中にシリコーンゴムを用いた

細胞培養器具及び、マイクロ流路の製品化を目指す。 

 今年度は、①シリコーンゴム親水性化表面修飾法の確

立、②薬機申請に向けた新規表面修飾材料の開発に着手

した。それぞれの進捗状況は、①シリコーンゴムの表面

修飾には高分子材料が適しているという知見に基づき、

様々な親水性化表面修飾高分子材料の合成を実施した。

モノマーの分子設計では、親水性化と共にタンパク質の

非特異吸着に対する抑制効果があるメタクリルアミド誘

導体を採用した。合成した高分子材料を比較検討した結

果、ツビッターイオン性高分子がプラズマや紫外線で表

面改質したシリコーンゴム表面に吸着して親水性を付与

することを見いだした。ツビッターイオン性高分子の中

では、スルホベタイン高分子材料が優れた親水性化機能

を持つことが明らかになった。高分子の構造と親水性化

機能の相関を検討した結果、分子量が大きく、分子量分

布が狭い高分子材料が本課題の目的に適することが明ら

かになった。 

 ②修飾基板表面と反応して共有結合を形成する表面修

飾材料は、通常のコーティングとは異なり基板から剥離

しないことが知られている。表面修飾材料が基板から剥

離する場合、細胞に取り込まれて毒性を示すことがあり

得ることから、表面修飾材料に共有結合形成機能を導入

することは、薬機申請に向けて有効な手法と考えられる。

新規表面修飾材料として、光反応性官能基であるフェニ

ルアジドを導入したスルホベタイン共重合高分子材料を

合成し、その共有結合形成による安定化を検討したとこ

ろ、基板から剥離しにくくなることを確認できた。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］シリコーンゴム、ツビッターイオン性高

分子、親水性化、表面修飾法 

 

［研 究 題 目］高効率カークレイモデル高精度加工ロボ

ットの開発 

［研究代表者］佐藤 理（工学計測標準研究部門） 
［研究担当者］佐藤 理、阿部 誠、松崎 和也、 

高辻 利之、檜野 良穂（地域連携推進

部）（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本事業ではロボット技術を応用し、クレイモデル製作 

の自動化、高速化、低コスト化を実現するコンパクトな 

専用加工機を中核とするシステムを開発する。 

 加工ロボットの中核である閉鎖型筐体加工機は基本設

計案が確定し、設計作業を完了した。仕様が確定した部

分から順次、部品調達を進め、クレイモデル加工ロボッ

トの試作を進めている。制御ソフトウェアについても仕

様が確定し、ソフトウェア実装に着手した。 

 加工モニタリングシステムは、使用する画像距離セン

サを調達し、基本性能の確認と適切なセンサ配置レイア
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ウトの検討を進めている。たわみ誤差補正システムの開

発は、確定した閉鎖型筐体加工機の設計を反映した運動

学モデルが完成した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 
［キーワード］ロボットキャリブレーション、高精度加

工、オートメーション 

 

［研 究 題 目］ウイルスワクチンを安心安全に生産する

ための先端遺伝子工学技術の開発 

［研究代表者］川崎 一則 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］川崎 一則、川﨑 隆史、白井 薫 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 平成29年度沖縄感染症研究拠点形成事業（創薬分

野）の研究課題において、ウイルスワクチンの構造・物

性の解析と評価を担当した。代表機関の生物資源研究所

ではエリ蚕の蛹に H5型インフルエンザ・ヘマグルチニ

ン抗原タンパク質の人工遺伝子を導入して、同タンパク

質の効率的な生産に成功した。このワクチン試作品の微

細構造を電子顕微鏡によって観察し、直径が100 nm 程

度の膜小胞と、表面に密に並んだヘマグルチニン・タン

パク質に特徴的なスパイク構造を確認し、ウイルス様粒

子（virus-like particles, VLP）が構築されていること

を実証した。 

 また、ワクチン試作品の精製度向上のために用いる方

法を、二つのアプローチから検討した。一つ目は中空糸

フィルターのタンジェンシャル・フロー・フィルトレー

ション（TFF）である。電子顕微鏡観察で得ていた

VLP の形状に関する知見から、最適な TFF の仕様と操

作条件を判断し、代表機関での精製プロセスへの提案を

行った。二つ目はフェツイン・アガロースを用いた糖鎖

結合法である。フェツインの仲介のもとでヘマグルチニ

ン VLP をビーズに結合させて、結合しない不純物は除

去した後、ノイラミニダーゼ処理で糖鎖を破壊して

VLP を回収するプロトコールを考案した。いずれの方

法においても、得られたワクチン試作品の電子顕微鏡観

察では、従来は混在していた10 nm 程度の微小な顆粒

が取り除かれ、精製画分には主として VLP のみが観察

された。中空糸フィルターによる TFF 法、およびフェ

ツイン・アガロースを用いた糖鎖結合法は、本課題の

VLP を精製する手法として有効であることが明らかに

なった。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］ウイルス、ワクチン、抗原タンパク質、

タンバク質精製、電子顕微鏡 

 

［研 究 題 目］おきなわ型グリーンマテリアル生産技術

の開発（用途開発研究）    

［研究代表者］中山 敦好 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］中山 敦好、川崎 典起、山野 尚子、

上垣 浩一、常盤 豊、大嶋 真紀、 

伊田 小百合（常勤職員4名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 バイオマス由来の3HB の材料化を目的として、ウレ

タン系ポリマーと R-3HB コポリマーの開発を進めると

ともに、研究成果を国際会議や学会、展示会などにて内

外に発信する。 

 ウレタン系ポリマーの開発に関しては、R-3HB セグ

メントとして光学純度の異なる R-3HB オリゴマーを合

成した。PHB デポリメラーゼによる生分解性は R 体純

度の高いもので良好な値を示し、R-3HB 純度が90 %以

下では急速に低下した。同セグメントは再沈殿により分

別し、分子量2000から7000程度の P3HB を得た。HDI

によりウレタン化したがフィルム化には分子量が足りな

いため、高分子量化について検討している。 

 R-3HB コポリマーの開発は、2つの手法で検討してお

り、まず開環重合のための L-乳酸と R-3HB とを含む環

状モノマーの合成を行った。L-乳酸/R-3HB の仕込み組

成を75/25、50/50、25/75について行い、生成物の分析

を行った。それらの重合能については検討を進めている。

縮合法による L-乳酸/R-3HB コポリマーの合成では、

ランダムタイプ及びブロックタイプのコポリマーを作り

分け、その組成比及び構造を NMR にて確認した。コポ

リマーは分子量5000から20000程度で、熱分析測定から

ランダムタイプとブロックタイプとで Tm に違いが認

められた。 

 P3HB の海水生分解性に関しては、沖縄周辺の沿岸

部海水として、中城湾、那覇港、久米島の海水で調べた

ところ、那覇港の海水がもっとも分解が速く、久米島の

表層海水が遅かった。海洋深層水（久米島）でのラボレ

ベルの試験では採水箇所の表層水と比して生分解性活性

が高かった。 

 最終年度は中分子量の R3HB 重合体及び R3HB／乳

酸共重合体の実用レベルの物性を有するウレタン材料の

合成を目指す。そのためにソフトセグメント、ジイソシ

アネートの検討も行う。得られたポリマーの熱的性質、

強度物性を調べる。また、各種形状のこれらの材料の生

分解性について確認する。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］生分解、バイオマス、バイオポリマー、

3HB 

 

［研 究 題 目］抗カビ活性酵素の安定性強化のための分

子デザインおよび酵素機能解析 

［研究代表者］石川 一彦 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］石川 一彦、久保田 智巳 

（常勤職員2名） 
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［研 究 内 容］ 

 カビ細胞壁のみを特異的に破壊することができる抗カ

ビ剤はヒトに対する悪影響はなく、原理的には耐性菌出

現の可能性も極めて低いと考えられる。そこで、安全で

有効な抗カビ剤への応用利用を目的として、ヒトに対し

て無害な植物由来のキチン分解酵素（植物キチナーゼ）

に注目した。植物キチナーゼは、カビの細胞壁成分であ

るキチンを分解することによってその生育を抑制する生

体防御タンパク質の1つである。多種多様な構造を有す

るキチナーゼの抗カビ活性を比較することで、抗カビ活

性の発揮に必要な構造について多くの知見が得られてい

る。本酵素を産業利用するためには、高活性酵素の探索

と酵素の安定性改良が重要ファクターである。 

 本年度、ある種の植物キチナーゼがカビの細胞壁に特

異的に作用し、微生物由来キチナーゼに比べて極めて強

い抗カビ活性を示すことを発見した。さらに、酵素の耐

熱性向上を目指し、本酵素の結晶構造解析を実施、高分

解能において結晶構造解析に成功、モデル構築に成功し

た。さらに、本データを用いて本酵素の耐熱性にかかわ

る部位を解析し、耐熱化デザインのための基本情報の入

手にも成功した。  

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］タンパク質工学、酵素、医薬品、植物 

 

［研 究 題 目］平成29年度再生医療産業活性化推進事業 

［研究代表者］伊藤 弓弦（創薬基盤研究部門） 

［研究担当者］伊藤 弓弦、回渕 修治 

（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 採取しやすさ・研究情報の蓄積などの理由から、再生

医療で用いる細胞として脂肪幹細胞は有力なソースの一

つといえる。しかしながら脂肪幹細胞に期待される「増

殖能」「分化能」「遊走能」「抗炎症能」といった有用な

性能は、検体ごとに大きくばらつくことが知られており、

治療効果が安定しないという問題がある。その原因とし

て、ドナーの違いのみならず、採取部位・採取方法・培

養方法・凍結保存方法の違い等の要因が影響すると考え

られている。それらの要因を十分に考慮しながら、最適

な状態で脂肪幹細胞をストックする技術基盤の構築を目

指した。一方で、脂肪幹細胞の品質を的確に評価し、取

捨選択することで脂肪幹細胞ストックの質を向上するこ

と、治療／研究の現場へ最適な脂肪幹細胞を提供するシ

ステムを確立することも重要である。そこで、ストック

した脂肪幹細胞の品質を評価する技術の開発を行った。

DNA マイクロアレイを用いてストックされた脂肪幹細

胞の増殖能、分化能などの治療実効性と高い相関性を示

す遺伝子群を抽出した。また、これまでに報告のある間

葉系幹細胞マーカー、未分化マーカー等について比較検

証し、治療用細胞の評価項目としての適性を評価した。

次にそれぞれの遺伝子に対する特異的プライマーを作製

して、定量 PCR 法で DNA マイクロアレイの結果を検

証した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］再生医療、脂肪幹細胞、ストック、品質

管理、分化能、増殖能 

 

［研 究 題 目］水素可視化シートの低コスト製造技術の

開発と高機能化 

［研究代表者］山田 保誠（構造材料研究部門） 

［研究担当者］山田 保誠、吉村 和記、西澤 かおり、

胡 致維（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

調光ミラーを用いた水素可視化シートが実用化されて

きており、企業から更なる特性向上が求められている。

本研究では、水素化したら、脱水素化し難いもしくは水

素化した場所の履歴（水素の漏れた場所の履歴）が残る

可視化シート、逆に非常に速く脱水素化する可視化シー

ト、鏡状態でない可視化シートの開発を目標に研究開発

を行う。 

 平成29年度は、そのうち、水素化・脱水素化速度が

調光ミラーシートより速い可視化シートとして、安価に

作製することを目指し化学溶液法を用いた Pt-WO3ガス

クロミック調光膜を開発した。良好なスイッチング特性

を有する調光膜には通常熱処理を行わなければならない

が、本研究では100 ℃以下の低温で作製することに成

功した。そのため、耐熱性の低いプラスチック基板への

適用も可能である。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］水素可視化シート、WO3系調光膜、低

温作製 

 

［研 究 題 目］寒冷地用アルコール飲酒検知センサユニ

ットの開発 

［研究代表者］赤松 貴文（無機機能材料研究部門） 

［研究担当者］赤松 貴文、伊藤 敏雄、申 ウソク 

（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 医療機関において外来患者の呼気アルコール濃度を診

療室においてその場でモニタリングできるように、検知

器を立ち上げてからのセンサ安定時間が短く、計測が迅

速にできる小型のアルコール検知ユニットを開発する。

バルク応答型の酸化物半導体を用いて口臭成分などに応

答しにくい半導体式ガスセンサを開発し、使用前の口内

洗浄を必要としないアルコールガス検知機への搭載を目

指した。段階的なガスセンサの小型化を実施し、3×3 

mm の基板サイズまで小型化して消費電力を約7割削減

した。この大きさで、通常時から飲酒時の呼気アルコー

ルガス濃度（25～249 ppm）でガスセンサが応答する

ことを確認した。また、25, 75, 249 ppm の湿潤アルコ

ールガスとセンサ応答に良好な直線関係があることを確
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認し、センサ応答からガス濃度の計測が可能であること

を明らかにした。検知機を立ち上げてからのセンサ安定

時間を短くするため、センサの裏面ヒータ加熱パターン

の最適化に着手し、センサ安定時間と計測時間併せて

50秒でガス濃度検知できる可能性を見出した。この過

程で、ガスセンサの応答ばらつきなどの今後解決すべき

種々の問題が明らかになり、次年度の当技術の課題とし

て抽出した。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］ガスセンサ、アルコール、酸化物 

 

［研 究 題 目］高い信頼性と骨固着力を有するジルコニ

ア人工関節実現のための新しい表面修飾

技術  

［研究代表者］屋代 英彦（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］欠端 雅之、梅林 信弘、六﨑 裕高 

（茨城県立医療大学） 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

ジルコニア母材とした人工関節等の医療機器開発を目

標にしている。骨伝導性のないジルコニアをセメントレ

スで骨固着を実現すべく、フェムト秒レーザー照射によ

る表面のナノ周期構造形成とパルスレーザーアブレーシ

ョンを利用した骨伝導物質である CaP 成膜を行い生体

内での骨固着を実証してきた。より強固、早期の骨固着

実現のためにリン酸カルシウムの組成、結晶性、緻密性

に注目して成膜の制御技術の構築を本研究では行ってい

る。 

 昨年度において100 %比率のハイドロキシアパタイト

化が実現できない原因として基板温度（500 ℃）とア

ブレーション粒子の粒度分布が影響すると考え、水蒸気

圧力に対するアブレーションプルーム膨張を時間分解分

光、可視化から調べた。プルーム中の最小粒子である原

子、イオン等は成膜時の水蒸気圧力で強く制動を受け、

最大粒子である�m サイズの液滴は YAG レーザー（波

長532 nm）をプローブ光とした可視化から影響がない

ことが確かめられた。完全ハイドロキシアパタイト化が

できなかった理由は付着粒子が周辺から中心へ加水分解

で進むためで、小型粒子だけで成膜した結果では完全に

高結晶性ハイドロキシアパタイト成膜が実証された。現

在、効率よくアブレーション粒子の小型化を実現すべく

レーザー波長の短波長化を進め、YAG レーザー第5高調

波（波長213 nm）への短波長化システムの構築を行っ

た。また、最終的に生体内で骨固着を確認すべく2.4×

2.4×21 mm のインプラント用試料全面に成膜する装置

に照射系を改良し、組成、結晶性、緻密性の違いのサン

プルを作成し今年度の生体実験に生かす予定である。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造    

［キーワード］レーザープロセス、骨伝導、生体インプ

ラント、ハイドロキシアパタイト 

［研 究 題 目］平成29年度医療研究開発推進事業費補助

金（橋渡し研究戦略的推進プログラム）

「オープンイノベーションの推進により

世界のつくばから医療の未来を加速開拓

する事業」シーズ C「高齢者の粗鬆症骨

にも対応可能な整形外科インプラントの

開発－コンビネーション医療機器：アパ

タイト FGF－2コーティングデバイス

－」 

［研究代表者］伊藤 敦夫（健康工学研究部門） 

［研究担当者］伊藤 敦夫、十河 友、安永 茉由 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 脊椎側弯症、骨粗鬆症性椎体骨折、腰部脊柱管狭窄症、

脊椎すべり症等の脊椎変性症は腰痛および歩行障害を生

じ、高齢者の ADL/QOL を著しく低下させている。こ

れら脊椎変性症に対して、チタン金属製インプラントに

よる矯正手術が行われてきたが、その最大の問題点は固

定に用いる椎弓根スクリューの術後のゆるみであり、

10-45 %の患者に発生し、再手術や長期入院の原因とな

っている。ゆるみの要因は、スクリューと骨との親和性

の問題と骨粗鬆症を起こしている骨自身の問題である。

これらの問題を解決すべく、椎弓根スクリューに骨のミ

ネラルのアパタイトと、組織再生促進のための線維芽細

胞成長因子-2（FGF-2）をコーティングした薬物コンビ

ネーション医療機器である、アパタイト FGF-2-コーテ

ィング椎弓根スクリューを開発する。 

 具体的には、医師主導治験に向けてアパタイト FGF-

2-コーティング椎弓根スクリューの製造法と品質管理法

を確立するために、バイオアッセイ技術、タンパク定量

技術、試料調製法、細胞内シグナル経路評価技術、薬物

確認技術の高度化を図る。高度化した品質管理技術を用

い、アパタイト FGF-2-コーティングに対して、「ICH-

Q6B：生物薬品（バイオテクノロジー応用医薬品／生

物期限由来医薬品）の規格・試験法」の考え方に基づい

た特性解析を行い、アパタイト FGF-2-コーティングの

品質規格の暫定値を取得する。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］整形外科インプラント、椎弓根スクリュ

ー、アパタイト、線維芽細胞成長因子-2、

コンビネーション製品 

 

［研 究 題 目］膵癌に対する革新的治療開発：糖鎖標的

レクチンによるがん幹細胞消滅戦略 

［研究代表者］舘野 浩章（創薬基盤研究部門） 

［研究担当者］舘野 浩章、平林 淳（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 がん細胞の最外層は特徴的な糖鎖で覆われている為、

糖鎖はがん治療の最良の標的である。しかし、糖鎖構造

の複雑さ、解析技術の未熟さ、適切な標的キャリアが無
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い、といった事から糖鎖を標的とする創薬研究はほとん

ど行なわれてこなかった。申請者らは、高密度レクチン

マイクロアレイ技術を用いて膵がん幹細胞の糖鎖発現を

網羅的に解析し、特異的に表出している H type 3糖鎖

と、それに反応するレクチン rBC2を同定した。そこで

H type 3糖鎖の検出に使った rBC2レクチンプローブを

直接膵がん幹細胞を標的する治療担体として使う事を発

案した。緑膿菌外毒素（PE38）を結合したレクチン－

トキシン融合薬（rBC2-PE38）の in vitro での IC50は

1.04 pg/ml＝0.0195 pmol/L で、従来報告されている抗

体-毒素（Immuno-toxin）の約1000倍強い殺細胞効果

を示した。さらに、膵がん移植マウスモデルでも極めて

高い腫瘍抑制効果、延命効果を確認した。懸念された血

液凝集活性も一切示さず、マウス腹腔及び血管内投与で

もその生存には一切影響しない安全性を担保した。レク

チン-トキシン（rBC2-PE38）がヒトに投与可能な薬剤

になり得るかは、これまで誰も施行した事がない新規課

題であり、本研究開発では non-GLP レベルでその安全

性と有効性を詳細に検証する。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］糖鎖、レクチン、膵がん 

 

［研 究 題 目］層状化合物を利用した電界効果トランジ

スターと分子の光励起を組み合わせたフ

ォトニクスデバイス生体分子センサーの

開発 

［研究代表者］安藤 淳 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］安藤 淳、グェン タット トルン 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、中枢神経系に存在する重要な神経伝達物質

であり、その濃度を選択的かつ正確に測定することが、

脳の働きの理解や分子化学的診断法を確立する上で極め

て重要であるドーパミンの高感度・化学選択性センサー

として、分子の光励起と層状化合物 FET を組み合わせ

たフォトニクスデバイスを検討し、脳内の埋め込みを可

能とするドーパミン検出素子の小型化・高感度・化学選

択性を実現させようとすることを目的として、国立大学

法人多元物質科学研究所と共同で実施している。 

 平成29年度は、NIMS 微細加工プラットフォームを

利用して、シリコン酸化膜基板上に機械的剥離法により

調整した2硫化モリブデン等の層状化合物原子薄膜をチ

ャンネルとする FET を作成するとともに従来のデバイ

ス構造を改良し、光照射によるノイズ増大を抑制したデ

バイス作成に成功した。また、照射光導光部のみ一体化

したフォトニクスデバイス構造の検討・試作を実施する

とともに、層状化合物原子薄膜 FET 特性が分子吸着で

変化する様子を精密に測定するため、分子の吸着から

FET 測定までを「その場環境下」一貫で行うシステム

を構築し、微小な分子の吸着によって変化する特性を精

密測定することに成功した。これらの成果により、分子

の光励起と層状化合物 FET の組み合わせによって、ド

ーパミン検出素子の小型化・高感度・化学選択性の実現

可能性を示した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］生体分子センサー、層状化合物 

 

［研 究 題 目］放射線計測に関するカリキュラムの開発 

［研究代表者］伊藤 賢志（物質計測標準研究部門） 

［研究担当者］伊藤 賢志（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 国際原子力人材育成イニシアティブ事業「教員養成系

大学の特長を活かした高度原子力教育カリキュラムの開

発」（以下、原子力教育 PJ）の提案書（7）−1に資する

ため、放射線利用のための高度な計測技術に関する研修

生の育成に必要不可欠な放射線計測技術、標準物質の取

り扱いとその評価に関し基礎となる情報を取りまとめる

必要がある。これを踏まえ、原子力教育 PJ にて計画す

る実施項目②カリキュラムの試作における実施プログラ

ム「放射線計測に関するカリキュラムの試作」を達成す

るために光電子増倍管や半導体検出器を用いた放射線計

測による実験データを取得するとともに、原子力教育

PJ で計画するカリキュラムのうち「2．放射線安全取

り扱い」と「4．食品への影響」にかかる研究開発を行

った。本研究開発においては、前年度までに計画、試行

した（1）放射線安全取扱い：遮蔽効果の実習、（2）標

準物質の計測、の二項目からなる実習カリキュラムを実

践活用するために関連する座学・実習用資料と副読本

「放射線計測の標準」を整備するととともに、東京学芸

大学の在学生を対象にそれら成果物を用いて講義と実習

を行った。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］放射線計測、ガンマ線分光、放射線防護 

 

［研 究 題 目］FEA プロセスによるイオン源の高密度

実装ならびにグラフェン電子源の高効率

化 

［研究代表者］長尾 昌善（ナノエレクトロニクス研究

部門） 

［研究担当者］長尾 昌善、村上 勝久、辰巳 憲之 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 近年、50 kg 以下の超小型人工衛星の打ち上げ数が爆

発的に伸びている。これは、小型化による開発費や開発

期間の大幅な削減によりベンチャー企業等でも開発・運

用が可能になったためである。このような超小型人工衛

星は推進機も小型である必要があるが、従来開発されて

いるものは、希ガスを用いたイオンスラスタが主流で、

ガスタンクや減圧器が必要なため、小型化にも限界があ
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る。そのような背景の元、イオン液体を推進剤として用

いるエレクトロスプレースラスタが注目されてきた。こ

れまでは、MEMS 技術を駆使して、数十～数百m 程

度の突起からイオン液体を放出するものが開発されてい

るが、一つの突起から放出されるイオンの量は多くない

ため、十分な推進力を得るためには高密度のアレイ化が

必要である。現状では、突起の大きさが数百m あるた

めに、集積化にも限界があった。本研究では MEMS よ

りも一桁から二桁小さなフィールドエミッタアレイ

（FEA）の作製技術を応用して高密度集積が可能なエ

レクトロスプレースラスタの作製を目標としている。本

年度は、ミニマルリソグラフィーとミニマル深掘りエッ

チングを利用して、Si 基板上に開口を有する円錐形状

のエミッタ電極を形成した。開口径は0.5 m 程度で、

エミッタ電極と相似形の引き出し電極を更に形成する。

そして、Si 基板裏面を深掘りエッチングにより300 m

程度の開口を形成し、イオン液体をためるリザーバーと

した。開口のある円錐電極は5 m ピッチで配置し、4

百万個/cm2の密度となる。これまでの研究ではせいぜい

数百個/cm2であるので、飛躍的な推進力の増大が期待で

きる。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］超小型人工衛星、イオンロケット 

 

［研 究 題 目］酸化物デバイスと電極界面の電気的特性

評価方法に関する国際標準化 

［研究代表者］秋永 広幸（ナノエレクトロニクス研究

部門） 

［研究担当者］秋永 広幸、島 久（ナノエレクトロニ

クス研究部門）、吉田 郵司（太陽光発

電研究センター）（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

目的： 

 機能性酸化物は、新情報処理アーキテクチャを実現す

る極低消費電力デバイス用材料として注目を集めている。

しかしながら、電気的コンタクトの困難さゆえ、デバイ

ス性能を左右する界面の特性評価に標準的な方法論が存

在しない。そこで、本事業では、酸化物ナノ界面の特性

評価技術として、熱刺激電流評価技術（Thermally 

Stimulated Current：TSC）に的を絞り、標準化すべ

き評価法を抽出する。具体的には、平成30年度までに、

国際電気標準会議（ International Electrotechnical 

Commission：IEC）／TC113（電気・電子分野の製品

及びシステムのナノテクノロジー）に、合計2件の TSC

測定プロトコルを新規提案することを最終目標とした。 

年度進捗状況： 

 酸化物ナノ界面の特性評価、及び、人工知能を含むそ

の応用技術をスコープに掲げる国際会議での調査、及び

これらの技術に関係する文献・特許調査を行うとともに、

熱刺激電流測定による評価項目の具体化に必要な実験デ

ータの取得と測定プロトコルの開発等を行った。本年度

は、Preliminary Work Item（PWI）を新たに1件作成

し、IEC／TC113に提出した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造   

［キーワード］国際標準化、酸化物デバイス、熱刺激電

流測定 
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Nicolas Schwind
 

1 3  

Topic #1: Formalization of Resilience in Constraint-
Based Dynamic Systems. 
Abstract: We were interested in building resilient 
systems that can absorb shocks and recover from 
damages caused by unexpected large-scale events. 
Existing approaches evaluate the resilience of 
systems from a qualitative viewpoint or are domain-
dependent. Our work introduces a general, abstract 
computational model rich enough to represent a large 
class of constraint-based dynamic systems. Based on 
a thorough review of the literature, we proposed a 
simple property capturing the main features of 
resilience independently from a particular application 
domain, and showed how to assess the resilience of a 
constraint-based dynamic system through this new 
resilience property. We have shown the applicability 
of our resilience property on a real-case resilience 
scenario. 

Topic #2: Dynamics of Opinion in Social Networks for 
Brand Crisis Management. 
Abstract: We considered the problem of opinion 
propagation in a group of communicating agents, 
modeled in the framework of Belief Revision Games 
(BRGs), i.e., social networks each agent expresses her 
opinion through a formula and revises her opinion at 
each step by considering the opinions of her 
acquaintances. In a brand crisis situation, one may 
want the agents to reach a consensus w.r.t. some 
specific brand's goal, or on the contrary to avoid some 
piece of belief to be unanimously accepted; and a way 
to reach such goals is to take control of a certain set 
of agents. We have focused on the non-trivial, key 
question asking what belief should be assigned to 
some controllable agents. 
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1. Nicolas Schwind, Morgan Magnin, Katsumi Inoue, 
Tenda Okimoto, Taisuke Sato, Kazuhiro Minami, 
Hiroshi Maruyama. Formalization of Resilience for 
Constraint-Based Dynamic Systems. Journal of 
Reliable Intelligent Environments, 2(1), pp. 17-35, 

2016. DOI: 10.1007/s40860-015-0016-0. 
International Conference Papers: 
2. Nicolas Schwind, Katsumi Inoue, Gauvain Bourgne, 
Sébastien Konieczny, Pierre Marquis. Is Promoting 
Beliefs Useful to Make Them Accepted in Networks of 
Agents? In Proc. of the 25th International Joint 
Conference on Artificial Intelligence (IJCAI'16), pp. 
1237-1243. ISBN: 978-1-57735-770-4. 
3. Nicolas Schwind, Katsumi Inoue, Gauvain Bourgne, 
Sébastien Konieczny, Pierre Marquis. On Opinion 
Control in Belief Revision Games. The 30th Annual 
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Yamagata, Hiroshi Maryama (Eds.) Springer, 2016. 
DOI: 10.1007/978-3-319-39812-9. 

Systems Resilience, Dynamic Systems, 
Resilience Metrics, Opinion 
Propagation. 
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Ab-initio study of topological 
chalcogenide van-der-Waals 
heterostructures and superlattices 
Kolobov Alexander

Kolobov Alexander Fons Paul  
4

The goal of the project is to search for materials with 
extended and multi-functionality through studies of 
structural stability and properties of van der Waals 
heterostructures that contain GeTe, A3VB5VI 
topological insulators (TI), and transition-metal 
dichalcogenides. 
We are making reasonable progress in the proposed 
study of transition metal dichalcogenides, phase-
change alloys and chalcogenide-based van der Waals 
heterostructures. 
In H29 FY studies of chalcogenide van der Waals 
(vdW) superlattices were continued. The main results 
are as follows. 
(1) The Kooi-like structure is obtained not as a result 
of Ge in-diffusion but due to atomic plane reversal in 
the first SbTe bilayer.  
(2) Reconfiguration of vdW gaps in GeTe-Sb2Te3 
superlattices that involves Sb atoms leads to a 
semiconductor-metal transition that can be 
responsible for the experimentally observed switching.  
(3) Reconfiguration of vdW gaps was confirmed 
experimentally using e-beam exposure as acting 
stimulus. 
(4) The bulk band structures of a variety of artificially 
constructed vdW chalcogenide heterostructures IVTe/ 
V2VI3 were examined and it was found that a Dirac 
cone is formed when tensile stress is applied to a 
GeTe/Sb2Te3 heterostructure, and the band gap can 
be controlled by tuning the stress. 
In H30 FY, ab-initio studies of vdW superlattices and 
heterostructures will be continued.  
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Development of Practical and Error- 
Resilient Encryption and Authentication 
Mechanisms for Cloud-based Security 
Systems 
Schuldt Jacob  
Schuldt Jacob 1

The main research achievements obtained during 
FY2017, the final year of the project, are as follows:  

(1) An analysis of the related randomness security 
model used to show security of public key encryption 
schemes against weak randomness, revealed that 
security against arbitrary randomness relations 
cannot be achieved in this model. This led to a refined 
model capturing attacks in which the attacker has 
limited time to attack the system before new entropy 
is added. The refined model captures the behavior 
observed in experiments with virtual machines. 
Additionally, a general transformation for public key 
encryption schemes achieving security against 
arbitrary randomness relations in the refined model 
has been proposed. 

(2) Extension of related key attack security to non-
interactive key establishment (NIKE) schemes. This 
includes formal definitions capturing various flavors 
of related key attack security, analysis of the relation 
between these, as well as an analysis of concrete 
schemes. 

While (1) consolidates the knowledge about related 
randomness security obtained during the project, (2) 
builds upon the insights gained researching related 
key attack security for signatures during the previous 
years of the project. 

The project has been completed according to plan, 
and have met the expectations in terms of the 
expected research outcome. 
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Tree Transducers for Question- 
Answering over Large Databases
Pascual Mart nez-G mez

 
Pascual Mart nez-G mez  
Yusuke Miyao, Hien Vu 

1  

[Goal] The objective is to use tree-to-tree transducers 
to generalize the current state-of-the-art string-to-
tree and tree-to-tree models of grounded semantic 
parsing for Question-Answering over large 
Knowledge Bases. One of the advantages of this 
generalization is that we will be able to import the 
techniques that have been independently developed 
by other researchers working on QA and leverage 
existing and well-studied techniques of the 
transducers literature such as grammar intersection, 
cascading or grammar composition. 
[Plan] The plan comprises three lines of action. First, 
we need a general method to induce synchronous tree 
substitution grammars which are at the core of a tree 
transducer. Second, we need a powerful parameter 
estimation routine that is able to assign scores to 
rules that may have not appeared during the training 
stage. Third, we need a wide-coverage entity/relation 
linking mechanism to map natural language phrases 
to constants in the Knowledge Base (entities and 
relations). 
[Progress in FY 2016] I have formulated the problem 
of tree transducer induction in terms of a tree 
mapping algorithm. Under this formulation, given a 
pair of trees, we need to find the node-to-node 
correspondences given a certain cost function. This 
approach can be seen as a generalization of the 
GHKM algorithm, but instead of using leaf-to-leaf 
hard alignments we allow the specification of an 
ensemble of cost functions between tree fragments. 
However, the search space of this generalized tree 
mapping algorithm is intractable (complexity: 
exponential with the number of nodes and factorial 
with the number of variables). Thus, I implemented 
an approximate bottom-up beam-search algorithm to 
carry out the tree mapping efficiently. Once the tree 
mapping is completed, I saved intermediate results in 
a hypergraph structure from which I can enumerate 
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efficiently the productions of a synchronous grammar. 
I published these results as the following paper: 
Pascual Martínez-Gómez and Yusuke Miyao. Rule 
Extraction for Tree-to-Tree Transducers by Cost 
Minimization. In Proceedings of the Conference on 
Empirical Methods in Natural Language Processing 
2016, pages 12-22. Austin, Texas, USA. 
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Real-time, Best-effort Query Processing 
of Semantic Web data
Steven Lynden  
Steven Lynden 1  

Ongoing research was performed into the 
development of techniques for Linked Open Data 
query processing and semantic information retrieval. 
In particular, research was performed to investigate 
the hypothesis that analysing URL structure may be 
a promising technique when determining, from a 
large set of possible URLs, which ones to investigate 
to retrieve relevant structured (semantic) Linked 
Open Data. Two complementary approaches were 
developed for eliminating or reducing the reliance of 
applications on centralised knowledge bases and 
third-party search services for retrieving structured 
data. Both approaches utilise machine learning 
techniques to analyse URL content alone, exploiting 
the emergence of conventions such as Semantic URLs, 
to aid the discovery of structured data. The study, 
focusing on data obtained from DBpedia resources 
representing creative works such as movies and 
books, and associated Google search results, provided 
a proof-of-concept of the proposed approach, which is 
described in [1]. The results are expected to be of use 
in the development of Linked Open Data query 
processing systems, where they can be applied as 
optimisation techniques to increase efficiency and 
reduce query response times. This will be the focus of 
ongoing work which the research has helped to 
facilitate. 

[1] Steven Lynden. Analysis of Semantic URLs to 
support automated linking of Structured Data on the 
Web. Web Intelligence Mining and Semantics (WIMS) 
Conference 2017, June 2017, Amantea, Italy. 
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Development of high-accuracy and 
large-view-field deformation 
measurement technique to investigate 
micro-nano-scale deformation 
distributions around interfaces
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how they vary, and understand what aspects of the 
sequences remain conserved. A fundamental 
requirement for these goals is to accurately infer the 
evolutionary relationships between each part of (each 
letter in) the sequences. This year, we finalized and 
published “last-train”, software that learns the rates 
of change between two sets of DNA sequences 
[Bioinformatics 33(6):926]. This is extremely useful, 
and enables accurate comparison of not only genomes, 
but also raw “reads” from new DNA sequencing 
technologies such as nanopore. 
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 陳列・収納された物品の配列パターン認識として、環

境中に同じ配列パターンで置かれた物品群の領域抽出と、

その領域内の配列パターンを識別する手法を開発した。

物品の陳列・収納においては、ある程度サイズが揃った

同一種類の物品が纏まって置かれていることに注目し、

SSD などの既存の一般化物体認識手法を用いて個々の

物品の Boundary Box を抽出し、Boundary Box の位置

とサイズを特徴ベクトルとしてクラスタリングを行うこ

とで同じ配列パターンをもつ物品群の領域抽出を行った。

また、抽出された領域内の画像を入力として CNN によ

り物品配列パターンの認識を行った。 

［領 域 名］情報・人間工学   

［キーワード］物品配列パターン、把持戦略、配列パタ

ーン認識 

 

［研 究 題 目］感性・意欲・情動系神経ネットワークを

駆動する運動プライミングの神経基盤の

解明 

［研究代表者］高島 一郎（人間情報研究部門） 

［研究担当者］高島 一郎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究課題は、運動学習時に感性・意欲・情動系神経

ネットワークを駆動する脳への操作が、運動学習や運動

機能回復に有効に作用することを証明し、ドーパミン系

やコリン系の賦活化が、運動学習中の運動野皮質の活動

性をどのようにモジュレートするのかを明らかにするこ

とを目的とする。 

本年度はまず、腹側被蓋野や前脳基底部といった脳深

部核への電気刺激の効果を運動課題学習中のラットで検

証し、腹側被蓋野への刺激が歩行学習課題における運動

パフォーマンスを向上させる可能性を示す結果が得られ

た。そこで、脳深部の直接電気刺激に加え、前頭葉皮質

の経頭蓋電気刺激による脳深部核のリモートアクティベ

ーションの可能性を調べる実験を開始した。現在までに、

経頭蓋電極の直下においては、数十分間かけて徐々に神

経活動が高まる長期増強現象が見られることが明らかに

なっている。また、嗅覚刺激を用いる実験系では、嗅覚

皮質の賦活化が一過性の乳酸産生を促進する現象に着目

した。本年度は、酵素センサを組み込んだマイクロ流路

デバイスを試作し、辺縁系皮質を含む脳スライス標本が

産生する乳酸シグナルをリアルタイムで計測できる実験

系を確立した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］運動学習、リハビリテーション、ニュー

ロモジュレーション 

 

［研 究 題 目］レーザー誘起細胞内分子秩序化による神

経活動ダイナミクスの制御 

［研究代表者］細川 千絵（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］細川 千絵（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、集光レーザービームの局所力学摂動によ

り神経細胞に局在するタンパク質分子を能動的に操作し、

摂動に伴い過渡的に応答する細胞内分子秩序形成、さら

には分子秩序化により誘発される神経活動の時空間ダイ

ナミクスを明らかにする。今年度は、細胞摂動用レーザ

ー光源であるフェムト秒レーザーを任意の位置で照射可

能とするため、現有の顕微鏡システムに空間光位相変調

器を導入し、顕微蛍光解析システムを改良した。ラット

海馬由来培養神経細胞のシナプス部位に局在する神経伝

達物質受容体分子を対象とし、光ピンセット用近赤外レ

ーザー照射により量子ドット標識受容体分子の分子運動

が遅くなることを示し、レーザー照射に伴う分子秩序化

の可能性が示唆された。光ピンセット用波長1064 nm

のレーザーに加えて、捕捉対象分子に吸収のある弱いレ

ーザー光を同時に照射することにより、細胞表面分子を

高効率に捕捉する手法の検討も開始した。さらに、細胞

摂動用の集光フェムト秒レーザー照射に伴う神経細胞の

光刺激過程の蛍光解析のため、フェムト秒レーザーの短

時間照射に伴い外液である蛍光色素溶液が細胞内に流入

する過程を解析し、レーザー照射後において細胞膜の修

復を示唆する結果を得た。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］レーザー、神経細胞、顕微蛍光解析 

 

［研 究 題 目］リチウムの循環利用による環境調和型白

金族回収システムの構築 

［研究代表者］粕谷 亮（無機機能材料研究部門） 

［研究担当者］粕谷 亮、大橋 文彦（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

白金族回収における溶解工程では、従来、王水等が用

いられているが、王水に由来する硝酸（硝酸性窒素）は

排出規制の対象となっている。当グループでは複合酸化

物を経由することで、塩酸のみで白金族を溶解できるこ

とを見出した。本プロセスは今後も続くであろう窒素排

出の規制強化に対する打開策となりうるが、原料に比較

的高価なリチウム塩を用いるためコスト競争力に乏しい

問題がある。本研究ではこの問題を解決するため、リチ

ウム循環利用プロセス（リチウムイオン二次電池（LIB）

等廃材からのリチウム回収、複合酸化物プロセスでの再

使用および溶解液からのリチウム回収）の確立を主な目

的とする。 

初年度は LIB を構成する材料モデル、およびモデル酸

溶液を用いて実験を行った。LIB 正極活物質モデルを

不活性雰囲気で焼成後、水浸出を行った後に蒸発乾固さ

せることで再生リチウム塩を得た。再生リチウム塩はほ

ぼ単相の炭酸リチウムであり、試薬を用いた場合と同様

に白金との複合酸化物（Li2PtO3）を形成、塩酸に

100 %溶解できた。また、モデル酸溶液を用いたリチウ

ム吸着・濃縮実験を行い、低環境負荷条件下においての
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吸脱着プロセスの最適化及び高効率化について検討した。

その結果、模擬廃液からのリチウム吸着率は、共存他元

素と比較して10倍以上であることを明らかとした。ま

た、電解質中のフッ素を分離回収するため、電解質モデ

ル（LiPF6）に炭酸カルシウムを添加し、熱分解時に発

生するフッ素を CaF2として固定する手法を検討した。

バッチ式反応の場合、反応時間5時間で50 %程度のフッ

素を固定できることがわかった。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］貴金属、リサイクル、溶解、分離精製 

 

［研 究 題 目］アパタイトナノ複合膜のレーザー迅速成

膜による高機能化歯面の構築と歯周治療

応用 

［研究代表者］大矢根 綾子（ナノ材料研究部門） 

［研究担当者］大矢根 綾子、奈良崎 愛子、 

中村 真紀、坂巻 育子、黒崎 諒三、

亀山 智子（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 生理活性物質とアパタイトのナノ複合膜を歯面上に迅

速成膜するための、2種類のレーザー技術（液中成膜技

術、膜転写技術）の開発を進めた。用いるレーザーは両

技術に共通で、Nd:YAG ナノ秒パルスレーザー（基本

波 1064 nm）を採用した。液中成膜技術では、歯のモ

デル物質である焼結水酸アパタイト基材を用い、基礎的

な条件検討を行った。焼結水酸アパタイト基材の光吸収

性の違いにより、Nd:YAG ナノ秒パルスレーザーの基

本波および2倍波よりも、3倍波（波長：355 nm）が成

膜に有効であることを明らかにした。また、たった5分

のレーザー照射で成膜が可能であることを確認した。膜

転写技術では、光学的に透明なサポート基板の表面にア

パタイト原料膜を作製した。サポート側から原料膜への

Nd:YAG ナノ秒パルスレーザーの基本波のシングルシ

ョット照射により、対向配置したレシーバー基材上への

膜転写を検討した。レーザー照射時のアパタイト膜への

衝撃を低減するため、原料膜／サポート基板界面で効率

的にアブレーションを起こす犠牲層等を導入した結果、

レーザービームパターンに応じたアパタイト膜のレシー

バー基材上への転写を確認できた。 

［領 域 名］材料・化学、エレクトロニクス・製造 

［キーワード］リン酸カルシウム、アパタイト、レーザ

ー、歯、転写、コーティング 

 

［研 究 題 目］近位大動脈ウインドケッセル機能-脳循

環動態連関の解明：脳疾患発症予防の基

礎研究 

［研究代表者］菅原 順（人間情報研究部門） 

［研究担当者］菅原 順、前田 清司（筑波大学）、 

東本 翼（Institute for Exercise and 

Environmental Medicine (IEEM) 

Texas Health Presbyterian Hospital）、 

田中 弘文（テキサス大学オースティン

校）（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 脳血管疾患は要介護の主要因であるが、この発症リス

クは加齢に伴い増大する。すなわち、超高齢社会を迎え

た本邦において、脳血管疾患の発症予防は健康の保持・

増進、QOL の向上、さらには高騰する医療費・介護費

の抑制に直結する火急的課題といえる。これを踏まえ本

研究では、「リスク評価」及び「ライフスタイル・モデ

ィフィケーションによるリスクマネジメント」という観

点から、脳血管疾患の発症予防に資する知見の集積を目

指す。実施課題は以下の4つとする。 

①近位大動脈のウインドケッセル機能評価法の開発 

②近位大動脈のウインドケッセル機能と脳血管疾患リス

クとの関係の検証 

③脳循環に対する姿勢の影響と近位大動脈のウインドケ

ッセル機能の関与の解明 

④運動トレーニング介入による近位大動脈のウインドケ

ッセル機能の改善が脳循環に与える影響の解明 

 本年度は、1番目の課題に関し、現行の近位大動脈ス

ティフネス評価の高精度化に取り組んだ。心臓-上腕間

動脈脈波伝播速度（hbPWV）を測定する際に必要とな

る動脈長を、被験者の性別、年齢、身長から推定する式

を、MRI によって取得した動脈長データベースより構

築し、原著論文として発表した（Sugawara et al. 

Hypertens Res 2018）。本発明は、国内で普及している

アームイン型の上腕自動血圧計に、心電図と当該アルゴ

リズムを組み込むことで、簡便に近位大動脈を中心とす

る動脈スティフネスを評価できるポテンシャルを有し、

循環器疾患リスクの早期発見への貢献が期待される。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］加齢、動脈硬化、運動トレーニング 

 

［研 究 題 目］分子膜ナノチャンネル垂直配向集積化フ

ィルターの創製とタンパク質分離精製へ

の応用 

［研究代表者］亀田 直弘（ナノ材料研究部門） 

［研究担当者］亀田 直弘、松沢 智彦（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 医薬用途の拡大に伴い、タンパク質の効率的な生産プ

ロセスの開発が求められている。その工程でボトルネッ

クとなっているのが、培養液からの目的タンパク質の分

離・精製である。本研究では、タンパク質の高効率分

離・高純度精製を目的とし、多孔性膜内に合成脂質分子

から成る分子膜ナノチャンネルを垂直配向・集積化後、

ゾルゲル反応により固定化したハイブリッドナノフィル

ターの開発を目指した。 

 疎水部メチレン鎖の片端に短鎖ポリエチレングリコー

ル（PEG）、もう一端にアルコキシシリル基を有する脂
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質分子1を設計・合成した。1の分散水溶液に口径800 

nm のポリカーボネイト多孔性膜を浸漬、多孔性膜を取

り出した後、加熱・冷却操作により1の自己組織化を行

った。電子顕微鏡観察により、多孔性膜の空孔内に１の

単分子膜から成る口径約10 nm のナノチャンネル集積

体が形成されていることが分かった。単分子膜ナノチャ

ンネルは、多孔性膜の空孔の長軸方向に沿って配向して

いた。各種分光手法を用いた構造解析により、単分子膜

ナノチャンネルの内表面には短鎖 PEG、外表面にはア

ルコキシシリル基が配置されていることが明かとなった。

ゾルゲル反応を施し、単分子膜ナノチャンネル同士、及

び多孔成膜への固定化を行い、目的とするフィルターを

得た。加熱（50 ℃）・冷却（25 ℃）操作をしながら当

該フィルターにタンパク質凝集体を通過させたところ、

正常構造となったタンパク質が得られた。分子膜ナノチ

ャンネル内表面の短鎖 PEG の加熱脱水和に基づく疎水

化と冷却再水和に基づく親水化といった熱相転移により、

タンパク質凝集体の解離とリフォールディングが誘起さ

れたと考えられる。 

［領 域 名］材料・化学   

［キーワード］分子膜、ナノチャンネル、フィルター、

タンパク質、分離、精製 

 

［研 究 題 目］カーボンナノチューブの生分解性の解

明と制御 

［研究代表者］張 民芳 

（ナノチューブ実用化研究センター） 

［研究担当者］張 民芳（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 カーボンナノチューブ（CNT）は、さまざまな優れ

た物性を兼ね備えており、エレクトロニクスから医療ま

で幅広い分野にわたって社会に大きな便益をもたらすこ

とが期待されている。しかし、CNT は堅牢な構造を持

っているため、生体内で分解されにくく、実用化する際

に安全上の懸念が非常に大きい。CNT の生分解機能を

解明または制御することは、CNT の安心・安全性な産

業化・実用化のための急務の課題である。本研究では、

研究代表者が開発した近赤外光吸収法を改良し、細胞内

と生体組織内の CNT 量の測定方法を確定し、免疫細胞

と実験動物を用いて CNT の生分解性能を定量的に解明

する。また、CNT の生分解性能とサイズ、表面修飾や

結晶性などの物理化学的特性との関連性を明らかにし、

CNT の生分解性能の予測および制御を可能にする方法

を創出する。 

 本年度は、好中球由来酵素（MPO）を用いて、単層

と多層 CNT の分解率を調べた。その結果、単層 CNT

は24時間で約50 %が減少、多層 CNT は約10 %が減少

したことが分かった。また、近赤外光吸収測定法により、

CNT の細胞内取り込み量の測定方法を確立し、免疫細

胞内 CNT の量の経時変化から、CNT の細胞内分解性

を明らかにした。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］カーボンナノチューブ、生体内分解、免

疫細胞 

 

［研 究 題 目］スライドボート法による有機半導体ダブ

ルへテロ積層構造と微小共振器レーザー

の開発 

［研究代表者］佐々木 史雄（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］佐々木 史雄（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 電流注入型有機半導体レーザーの発振を目指して、ス

ライドボート法によって単結晶品質の有機薄膜からなる

pin 接合を形成する技術開発を行う。材料系としては、

結晶性有機半導体（チオフェン／フェニレン）コオリゴ

マー（TPCO）を用いる。また、光とキャリア閉じ込め

を両立させるため、微小共振器とバンドギャップエンジ

ニアリングに基づくダブルヘテロ構造、または量子井戸

構造を有した有機レーザーデバイスの設計指針・作製プ

ロセスを確立する事を目標とする。本年度は、今まで開

発してきたスライドボート装置のルツボ周辺の改造を行

う。現状単結晶品質の成膜は出来ているが、そのドメイ

ンサイズが数十ミクロン程度で有り、またルツボの目詰

まりや成膜レートの不安定性等の課題が生じており、こ

の解決に注力する。手法としては、結晶成長前後にブレ

ードでの接触を導入し、ドメインサイズ拡大を行う。ブ

レードの固定部分には板バネなどを導入し接触力の調整

を出来るようにし、ノズル部分の目詰まりを防ぐにはル

ツボ内の固体材料がノズル出射部分に直接接触しないよ

うにする、またはノズル出射部分のみを高温にし、原料

が付着しにくくする、等の改善を行う為の装置設計・試

作がほぼ終了した。今後これの動作確認と詳細な変更な

どを踏まえ、最低3元系材料でのダブルヘテロ構造作製

まで行い、電流注入型有機結晶膜ダブルへテロ構造を有

する LED の実現を目指す。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造   

［キーワード］有機半導体レーザー、ダブルヘテロ構造、

スライドボート法、微小共振器 

 

［研 究 題 目］高感度顕微分析を実現する高速クラスタ

ー2次イオン質量分析における照射技術

の高度化 

［研究代表者］平田 浩一（物質計測標準研究部門） 

［研究担当者］平田 浩一（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 高エネルギーに加速したクラスターイオンを1次イオ

ンとして用いた2次イオン質量分析法（高速クラスター

2次イオン質量分析法）による高感度顕微質量分析を実

現するための高速クラスターイオン照射に関して、以下

の研究を行った。 
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 パルス1次イオンビームを用いて飛行時間型（TOF）

質量分析を行う際の質量分解能を向上させるために、高

速クラスターイオンビームの短パルス化技術を開発した。

高電圧制御波を電極に印加してビーム偏向させることで

パルスイオンビームを生成するチョッピング装置と飛行

時間型パルス幅評価装置の開発と作製を行い、量子科学

技術研究開発機構高崎量子応用研究所において、高速

C60イオンビームのパルス化実験を行った結果、sub-

MeV 級 C60ビームでパルス幅10 ns 台を、MeV 級 C60ビ

ームでは10 ns 以下を達成した。また、ビーム制御系開

発と制御法最適化を行うための基礎データ収集用ビーム

強度変動計測システムを構築し、連続的にビーム強度変

動をモニタリングすることが可能となった。微小領域の

分析を行うためには１次ビームの集束が必要であるため、

高速クラスターイオンを微小領域へ照射するためにイオ

ンビームを集束させる静電四重極レンズ系の計算と最適

電源系の検討等の基本設計を行った。さらに、最適照射

条件の探索と2次イオン放出現象を解明するための1次

イオン入射角度可変型 TOF 質量分析システムの開発・

作製を行い、MeV 級 C60イオンビームを用いて入射角

度を変えながら2次イオンスペクトルを採取し、動作確

認等を行った。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］量子ビーム、2次イオン 

 

［研 究 題 目］高密度ポジトロニウム生成のための陽電

子ビーム高輝度化法の開発 

［研究代表者］大島 永康（分析計測標準研究部門） 

［研究担当者］大島 永康、オローク・ブライアン、 

満汐 孝治（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

電子と陽電子の束縛系であるポジトロニウム（Ps）

のボース・アインシュタイン凝縮（BEC）は、反物質

に働く重力の精密測定や消滅ガンマ線レーザー発生に道

を拓く興味深い系であるが、未だに実現されていない。

本研究の目的は、Ps-BEC 実現で最大の障害となってい

る超高密度 Ps の生成技術を開発することである。具体

的には、（a）超高輝度陽電子バンチを形成し、（b）Ps

生成ターゲット部に入射し、超高密度 Ps 生成を目指す。

本年度は、（a）（b）それぞれの要素技術開発で以下の

進展があった。 

 （a）陽電子蓄積装置から得る陽電子バンチビームの

高輝度化・高密度化法を検討した。蓄積装置から、陽電

子108個から成るバンチビームを時間幅50ナノ秒で引き

出すことを想定し、ビーム径方程式による軌道数値計算

を行った結果、磁気レンズと再減速材から成る輝度増強

装置2段と対物レンズ用超伝導ソレノイドコイル1段と

を組み合わせることで、目標密度の陽電子バンチを形成

できることが分った。 

 （b）超高密度 Ps 生成に適した Ps 生成・閉じ込めタ

ーゲットとして、微細加工を行った機能性シリカガラ

ス・石英基板上に生成した多孔質シリカ薄膜の2材料を

並行して開発した。前者では新規材料である可塑性

SiO2/PVA 重合体にシリコンモールドをプレスし、ナノ

インプリントによって微細穴加工した材料を作成した。

適切な表面研磨法を確立する必要があった。一方後者は

伝統的なゾル－ゲル法によって多孔質シリカを石英基板

上に成膜した。両者ともに Ps 生成効率を低速陽電子ビ

ームを用いて測定し、一部データは現在も解析中である

が、高効率 Ps 生成・閉じ込めターゲットについて知見

が蓄積された。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］ポジトロニウム、陽電子マイクロビーム、

ボース・アインシュタイン凝縮 

 

［研 究 題 目］タンパク質機能発現メカニズム解明のた

めの高強度 THz オペランド計測システ

ムの開発 

［研究代表者］黒田 隆之助（先端オペランド計測技術

オープンイノベーションラボラトリ） 

［研究担当者］黒田 隆之助、田中 真人、坂上 和之、

谷 峻太郎（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 物質の複素誘電率の測定を可能とする広帯域時間領域

テラヘルツ分光法は、テラヘルツ電場により誘起された

結晶の複屈折性の大きさを精密に測定することにより高

感度な測定が可能となり、タンパク質の機能発現メカニ

ズム解明のための強力なオペランド計測ツールとして期

待できる。一般に複屈折の精密測定は偏光回転の大きさ

を差分検出することによりなされるが、本研究で必要と

なるシングルショット電場波形測定において差分の高感

度検出を行うことは困難であった。 

 本年度は、シングルショット電場波形測定の高感度化

のための測定装置の検討・試作を行い、単一差分検出器

において10-6レベルの偏光回転を検出することに成功し

た。単一差分検出器において最適化された結果を基に

32チャンネルリニア型アレイディテクタの差分増幅に

よる高感度シングルショットテラヘルツ電場検出装置の

開発を行なっている。また、本研究では小型加速器を用

いた高強度テラヘルツ発生及び EO（Electro-Optic）サ

ンプリング法による検出についても行うが、本年度は、

EO 結晶及びテラヘルツ発生用の媒質の最適化を実施し

た。結晶としては、ZnTe・GaP・GaSe を試験した。

周波数帯域に関しては、GaP・GaSe が優位であったが、

信号強度としては ZnTe が最適であった。これらの特徴

を生かし、計測ごとに最適な結晶を選定して利用してい

く。テラヘルツ発生用媒質としては、密度・屈折率の異

なる3種類の媒質を試験し、最大強度が得られる媒質と

して TOPAS（環状オレフィンコポリマー）であった。

シングルショット計測に関しては、レーザー光源の準備
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を実施し、時間‐波長に関して相関を持つ光の生成を実

施し評価した。今後はテラヘルツ強度を向上させるとと

もに、シングルショット計測の実証を行っていく。これ

らの要素技術開発を融合させ、タンパク質水溶液サンプ

ルのシングルショット計測を目指す。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］テラヘルツ計測、オペランド計測、タン

パク質計測、ポンプ・プローブ計測、

EO 結晶 

 

［研 究 題 目］マグマ脱ガス圧力変動解析に基づく噴火

推移過程の解明 

［研究代表者］篠原 宏志（活断層・火山研究部門） 

［研究担当者］篠原 宏志、風早 竜之介、森田 雅明

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 火山ガス組成からマグマ脱ガス圧力変動を明らかにし、

噴火の発生や活動推移過程をモデル化するために、下記

の4項目の研究項目を実施した。 

1）マグマ脱ガス圧力変動推定手法の開発 

1-a）HCl/SO2比連続観測装置の開発：HCl/SO2比の時

間変化データ取得のため多数設置したアルカリフィルタ

ー（AF）に火山噴煙を順次吸引・自動取得する火山ガ

ス試料自動繰返採取装置（自動繰返 AF 採取装置）を開

発した。また、分析を効率的に実施するためのイオンク

ロマトグラフシステムの選定・導入を行い、AF の分析

条件などの検討を実施した。 

1-b）火山ガス組成の脱ガス圧力依存性の再評価：気相

反応の熱力学的解析およびマグマ-気相間の分配および

物質収支を統合した解析モデルを作成した。また、

2014-2015年阿蘇中岳噴火時の火山ガス組成変動の解析

を行い、組成変動がマグマからの脱ガス圧力の変動に起

因する可能性を見出した。 

2）火山ガス観測：阿蘇火山・浅間山などでの自動繰り

返し連続観測および現地観測を実施し、活動変化に伴う

火山ガス組成および放出量などを定量化した。 

3）脱ガス圧力変動に基づく火山活動のモデル化：活動

推移や地球物理データとの比較により、脱ガス圧力変動

を指標とした噴火の発生や活動推移のモデル化を行う。

本年度は2014-2015年阿蘇中岳噴火時の火山ガス組成変

動と、空振などに記録されている爆発の発生の相関の検

討を開始した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］火山ガス、噴火、活動推移 

 

［研 究 題 目］単一細胞・ゲノムアレイによるエピゲノ

ム解析 

［研究代表者］栗田 僚二（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］栗田 僚二、吉岡 恭子、小島 直、 

冨田 峻介、栗之丸 隆章 

（常勤職員5名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 ゲノム DNA を基板上へ効率的に捕捉するために、片

側にナイトロジェンマスタードを持ち、もう片側に基板

結合部位（環状ジスルフィド、もしくは、ビオチン）を

有するリンカー分子を合成した。ナイトロジェンマスタ

ードは、第二次世界大戦時に開発された抗がん剤の主要

骨格であり、グアニン塩基の7位の窒素に結合し、二本

鎖 DNA を架橋する性質をもつ。まず、オリゴ DNA と

リンカー分子を中性溶液中で混合し、変性ポリアクリル

アミド電気泳動で評価した結果、95 %以上の二本鎖

DNA がリンカー分子に架橋されたことを確認した。次

に、表面プラズモン共鳴測定装置を用いて架橋オリゴ

DNA の固定化を行った結果、架橋オリゴ DNA を速や

か基板上へ固定化することに成功した。さらに、メチル

化率の異なるオリゴ DNA を固定化し、抗メチルシトシ

ン抗体を送液したところ、固定化 DNA のメチル化率に

比例して抗体の結合量が増加することを明らかにした。

同様の実験をゲノム DNA の一種であるλDNA を用い

て行った結果、リンカー分子による架橋・送液による

DNA の固定化・抗体によるメチルシトシンの検出が可

能であることを実証した。また、30年度実施予定のマ

イクロアレイ基板に対する DNA 固定化の予備検討とし

て、マイクロプレート基板表面での DNA の固定化を検

討した。アビジン-ビオチン結合を介してあらかじめリ

ンカーを固相化したプレート表面に DNA を加えた結果、

DNA が十分に固定化されることを確認した。さらに、

プレート表面に固定化した DNA のメチルシトシンを抗

体によって検出可能であることを明らかにした。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］DNA、バイオセンサ、エピジェネティ 

クス 

 

［研 究 題 目］異方場に配されたアトリットル空間への

電場集中と2波長高感度モバイルセンサ

への応用 

［研究代表者］福田 隆史（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］福田 隆史、古川 祐光、茨田 大輔、

江本 顕雄（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、構造二色性を示す異方的サブ波長構造が

示す光学特性およびバイオセンシング機能の検討を通じ

て独創的で利便性の高い高感度センシングチップの創製

を目指すと共に、当該チップの応答を簡便に検出するポ

ータブルセンシングシステムの開発を目指している。 

 H29年度は、構造二色性を示す異方的サブ波長構造に

ついて種々のパラメータ（構造周期、高さ、異方性、被

覆金属膜厚など）を変化させることでより効率的な電場

集中効果を得ることはできないか？という探索を開始す

ると共に、超高効率な電場集中に有効な物理的条件を抽
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出する検討を進めた。また、その知見を生かしたサブ波

長構造の作製（プロセス条件の最適化などを含む）を行

い、得られた素子に対してセンシング特性の検討を行っ

た。また、本研究の最終的な目標としている血清中の微

量金属イオン検出（メタロアッセイ）では、手段として

キレート発色剤の利用を想定している。そこで初年度は、

金基板表面への吸着あるいは固定化方法の基礎検討に着

手した。また、血清の前処理として考慮すべきアルブミ

ン・グロブリン除去の方法、および、その効果について

数種の手段について比較検討を行った。さらに、ポータ

ブルセンシングデバイスのキーとなる光学素子について

設計と試作を行い、その光学的機能の検証を行った。次

年度はそれらの成果ををもとにさらなる検討の深化や統

合を図る。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］サブ波長構造、バイオセンシング、超高

効率電場集中、ポータブルデバイス 

 

［研 究 題 目］次世代有機光材料の物性研究を切り拓く

超広域時間分解光電子分光法の開発 

［研究代表者］松﨑 弘幸（分析計測標準研究部門） 

［研究担当者］松﨑 弘幸、細貝 拓也 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、励起状態の電子構造の動的変化が計測可

能な「時間分解二光子光電子分光法」について、パルス

ピッキング法を用いた新しい時間差制御方法を提案する。

これに基づいて、従来に無い、サブピコ秒からミリ秒ま

での超広時間領域をシームレスにカバーする時間分解二

光子光電子分光装置を開発する。同装置を、次世代有機

光デバイス材料として期待される熱活性型遅延蛍光や一

重項励起子分裂を示す有機材料に適用する。これらの系

で発現する特異な励起状態の電子構造とそのダイナミク

スを、幅広い時間領域に渡って、高い時間分解能とエネ

ルギー分解能で精密に計測することで、その物理的起源

を明らかにする。これによって、励起状態を精密に制御

する分子設計指針を提示し、次世代有機光デバイスの高

性能化に寄与することを目的とする。本年度では、現有

のチタンサファイアレーザー（繰返し周波数: 76 MHz、

光子エネルギー: 1.55 eV）、第3高調波発生器等から構

成されるシステムをフェムト秒パルスレーザー光源とし、

現有の電子分光装置を組み合わせて、100フェムト秒か

ら数ナノ秒の時間領域で、時間分解測定可能な二光子光

電子分光装置の開発を進めた。具体的には、目標仕様を

満たすパルスピッカーの選定と導入、及び計測用超高真

空チャンバーの設計と導入を着実に進めた。また、計測

プログラム等については、これと並行して進め、基本骨

格についてはほぼ整備を完了させた。今後は、レーザー

光学系および電子分光装置の整備を進めていく予定であ

る。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］超高速分光、時間分解光電子分光、励起

状態、有機 EL、太陽電池 

 

［研 究 題 目］1000 ℃の高温ガス流動の温度速度同時

可視化法 

［研究代表者］染矢 聡（省エネルギー研究部門） 

［研究担当者］染矢 聡、坂田 藍美、青山 覚子 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では無機の蛍光体微粒子のうち、温度に依存し

て燐光の発光強度や寿命が変化する粒子を用い、

1000 ℃までの高温で気体の流れの温度分布、速度分布

を同時に可視化計測する技術を開発する。 

数十の蛍光体粒子の光学特性を評価し、無機蛍光体の

うち、高温でも酸化等の変質をせず、温度変化に対する

ヒステリシスをもたない物質を複数見出した。 

本研究ではこの粒子をトレーサーとして流れにシーデ

ィングし、粒子の移動量から速度を、粒子の発光スペク

トル（二波長帯の発光強度の比）から温度を求める。 

本年度はこの粒子を銅ブロックに固定し、温度変化に

対する燐光の発光特性の変化を、光学フィルタを備えた

2台のカメラで撮影し、温度計測の精度、感度を求めた。 

その結果、銅ブロックを1000 ℃まで昇温することが

できなかったものの、750 ℃、1000 K を越えて850 ℃

までの範囲で可視化計測を実現できた。毎秒60枚の撮影

速度で壁面温度を非定常可視化計測した結果、その時空

間偏差は850 ℃の際に最大4.3 ℃、熱電対との測定値の

差は最大2.8 ℃と、高精度な可視化計測を実現できた。 

今後は高温の気流の温度計測や、SOFC セルの反応中

の温度分布計測など実用的アプリケーションへの適用を

進める。 

［領 域 名］エネルギー・環境  

［キーワード］可視化、温度、速度、蛍光、熱流動 
 

［研 究 題 目］結晶化抑制分子の選択的吸着による臭化

リチウム水和物結晶の粗大化及び成長

抑制 

［研究代表者］稲田 孝明（省エネルギー研究部門） 

［研究担当者］稲田 孝明、小山 寿恵 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

臭化リチウム（LiBr）水溶液を吸収液とした吸収冷

凍機は、未利用排熱の有効利用が可能な機器として期待

されている。しかし現状では、LiBr 水溶液中に析出す

る LiBr 水和物結晶により運転条件が制限されるため、

十分な性能を発揮できていない。本研究では、LiBr 水

和物の結晶面に選択的に吸着して、非平衡状態のまま水

溶液中で結晶の粗大化や成長を抑制する結晶化抑制分子

を探索し、その効果を実験的に評価することを目的とし
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ている。今年度は、LiBr 水和物結晶の粗大化抑制に効

果のある結晶化抑制分子の探索を試みた。 

粗大化抑制の効果は、一定温度に維持した LiBr 水溶

液中で、LiBr 水和物結晶のサイズ分布の時間変化を測

定して評価した。まず濃度62.8 wt%に調整した30 g の

LiBr 水溶液に、結晶化抑制分子のいくつかの候補を0.1

～1 wt%の濃度で溶解し、これを平衡結晶化温度より

15 ℃低い温度に冷却した。その後、振動を与えて

LiBr 水和物（二水和物）結晶を析出させた。さらに、

超音波振動を与えて水和物結晶を微細化し、評価に適し

た初期の結晶サイズ分布（約百m 程度）を実現した。

これを速やかに低温インキュベータに設置し、初期の

LiBr 水溶液濃度における平衡結晶化温度より10 ℃低

い温度で、数日間保存した。その間、数L 程度の試料

をサンプリングし、温度制御されたステージ上で光学顕

微鏡観察を行い、LiBr 水和物結晶のサイズ分布変化を

測定した。その結果、結晶化抑制分子としてポリビニル

アルコール（PVA）を用いた場合に、水和物結晶の粗大

化が抑制される傾向が明らかになった。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］臭化リチウム、結晶成長、吸収冷凍機 

 

［研 究 題 目］レーザー合成技術を駆使した鋳型フリー

の自励振動マイクロゲルアクチュエータ

の開発 

［研究代表者］原 雄介（機能化学研究部門） 

［研究担当者］原 雄介、中住 友香（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 ゲルは筋肉と同様なスケール普遍性を有するため、微

小なアクチュエータを作製することが可能である。しか

しながら、微小なゲルの合成には微小な鋳型を必要とし、

また駆動時には微小なアクチュエータ素子に対して非常

に大きな外部制御装置が必要であった。大きな外部装置

が必要では、微小化の意義が損なわれてしまう。本研究

課題では、ゲルアクチュエータの微小化に関する2つの

問題点（①微小な鋳型を必要とする点 ②素子に対して

非常に大きな外部制御装置を必要とする点）を解決する

ことを目指している。微小な鋳型の使用を回避するため、

本研究課題ではレーザー合成技術を駆使したゲルアクチ

ュエータの合成検討を行った。ゲルアクチュエータには、

外部制御装置の使用を回避するため、化学反応をエネル

ギー源として駆動する自励振動ゲルを採用した。合成に

使用するレーザー照射システムを構築するとともに、合

成する際の溶液条件等について検討を行った。また、自

励振動ゲルアクチュエータの駆動制御を行う目的で、反

応溶液組成の最適化検討も合わせて行った。最終的には、

化学反応をエネルギー源として駆動する自励振動ゲルを、

鋳型を用いずレーザー光によって合成する技術を確立し、

マイクロ流路内等の微細な空間で活躍可能な自励振動マ

イクロゲルアクチュエータを作製することを目指す。さ

らに発生力・駆動変位等を明らかにすることで、微細空

間で働くロボットやアクチュエータ、生体物質を測定可

能なマイクロ流路用のゲルアクチュエータへと発展させ

たい。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］高分子ゲル、レーザー、ソフトアクチュ

エータ、マイクロ流路 

 

［研 究 題 目］ファインケミカルを指向するゼオライト

単結晶の創成とその全合成プロセスの

解明 

［研究代表者］小平 哲也（化学プロセス研究部門） 

［研究担当者］小平 哲也、阪東 恭子、池田 拓史 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 世界で最も生産されているゼオライト種の一つである

A 型に着目し、その高付加価値化を目的に世界最大サイ

ズの単結晶合成技術の確立と、その結晶核発生及びその

結晶化・結晶成長に至る全合成プロセスを解明すること

を目標とする。 

 研究初年度の平成29年度は、合成溶液調製技術の確

立に重点をおいた単結晶合成を行った。人工衛星上の微

小重力環境において合成される単結晶サイズには劣るが、

次第にサイズの大きな単結晶が得られつつある。ゼオラ

イト A の合成溶液に対する核磁気共鳴測定も開始した。

27Al 核のスペクトルでは、結晶相の A 型とは異なる化

学シフトのピークが現れ、合成反応を追跡する上でのプ

ローブとなり得ることが分かった。一方、29Si 核は天然

存在比が少ないことと、当初の予想に反して緩和時間が

非常に長く、解析に資するデータの取得には1日以上の

長時間の測定を要することが判明した。 

 A 型ゼオライトと同一の LTA 骨格構造を有するリン

酸ジルコニウム結晶も並行して合成した。合成溶液の加

熱時間の延長により、立方体形の粒子外形を保ったまま

結晶相から非晶質相に転移する特異な現象を見いだした。

この非晶質相への転移時にメソ孔が新たに生成された。 

 また、合成溶液に対する Ga K 吸収端の X 線吸収ス

ペクトルの測定にも成功し、無機多孔質結晶形成におけ

る合成溶液内の局所構造に関する議論が可能となった。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］ゼオライト、単結晶、合成、結晶成長、 

       プロセス、LTA  

 

［研 究 題 目］有機相における錯体の凝集化現象の解明

及び新規白金族抽出溶媒の開発 

［研究代表者］成田 弘一（環境管理研究部門） 

［研究担当者］成田 弘一（常勤職員1名、他1名）、 

元川 竜平（日本原子力研究開発機構） 

［研 究 内 容］ 

目標： 



研 究 

(788) 

本研究では白金族金属の液―液抽出分離における錯体

の二相間分離挙動及び凝集化現象を調べ、これらの相関

より得られた知見に基づいた新しい抽出有機溶剤（抽出

剤＋希釈剤）の開発コンセプトを構築することを目標と

する。 

研究計画： 

パラジウム抽出分離系における有機相中の弱い相互作

用の解明と、それに基づく新規抽出有機溶媒の開発を実

施する。配位型抽出系（スルフィド系抽出剤）における

金属二相間分配の希釈剤の影響を詳細に調査し、その挙

動を構造情報から解明する。さらに得られた知見に基づ

き最適化したパラジウムに対する新規抽出有機溶媒につ

いて、実工程への適用に向けた試験を行う。 

年度進捗状況： 

本年度は希釈剤に n-オクタン/1-オクタノールの混合

溶媒を用い、塩酸溶液からのジ-n-ヘキシルスルフィド

（DHS）又は N,N,N’,N’-テトラ-2-エチルヘキシル-チオ

ジグリコールアミド（TEHTDGA）による二価パラジ

ウム抽出率の抽出振とう時間依存性を調べた。DHS 系

において少量の1-オクタノール（10 Vol%以下）を n-オ

クタノールに添加した希釈剤を用いた際に、二価パラジ

ウムの抽出速度は極めて小さくなった。この傾向は、塩

酸濃度を0.1～3.0 mol/L と変化させても確認された。ま

た同じスルフィド系抽出剤である TEHTDGA を使用し

ても、n-オクタンへの1-オクタノールの少量添加による、

二価パラジウム抽出速度の大幅な減少が観察された。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］希釈剤効果、パラジウム、溶媒抽出、抽

出速度 

 

［研 究 題 目］分離膜の性能設計に向けた多孔質材料の

物性評価法開発 

［研究代表者］原 伸生（化学プロセス研究部門） 

［研究担当者］原 伸生、長谷川 泰久、岡本 裕子 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、分離膜の設計に向けた多孔質材料の物性

評価法開発として、①多孔質膜の分離層における吸着性

および拡散性の評価、②膜構造と膜物性の関係の解明、

③多孔質材料の物性と膜構造に基づいた膜性能設計を目

的としている。 

平成29年度は、多孔質材料として金属有機構造体の

一種である Zeolitic Imidazolate Framework-8（ZIF-8）

を用いた膜作製を行い、構造解析および透過特性の解析

を行った。ZIF-8膜の作製においては、アルミナ多孔質

基材の表面に種結晶層を形成した後に分離層を形成する

二次成長法による膜形成を行った。実験に使用したアル

ミナ多孔質基材は、直径約3 mm の円筒状および厚さ約

1 mm の平板状のアルミナ多孔質基材をそれぞれ作製し

た。二次成長法による ZIF-8膜の形成においては、特に

種結晶層の形成条件に着目して、膜構造および膜透過特

性に与える影響の検討を行った。膜構造の解析において

は、分離層の形成量の解析、膜表面および膜断面の走査

電子顕微鏡による構造解析、X 線による結晶構造解析を

行った。 

この結果、二次成長法による膜形成においては、多孔

質基材の表面に厚さ約1ミクロンの結晶層が形成されて

いることを確認した。さらに、この膜の X 線回折パタ

ーンには、ZIF-8に由来するピークを確認した。膜透過

特性の解析においては、プロピレンおよびプロパンの膜

透過特性を測定した。作製した ZIF-8膜は、プロパンよ

り小さい分子であるプロピレンの透過度が高く、分子ふ

るいによる選択透過性を示すことが確認された。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］気体分離膜、金属有機構造体、MOF 

 

［研 究 題 目］細胞骨格の構造と機能のメカノセンシン

グ 

［研究代表者］中村 史（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］中村 史、長崎 晃、山岸 彩奈 

（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、生きた細胞の細胞骨格の機械的測定とい

う独自に開発する手法によりマウス乳がん細胞の中間径

フィラメントネスチンの骨格としての機能と構造につい

て詳細な解析を行うことを目的としている。我々は先導

研 究 に よ り 高 転 移 性 マ ウ ス 乳 が ん 細 胞 に 対 し

CRISPR/Cas を用いたゲノム編集によりネスチン欠損

株を作製しており、血行性転移試験の結果、ネスチン欠

損株において悪性度が低下していることを確認した。ま

た円柱型 AFM 探針を用いた細胞弾性測定により、ネス

チン欠損株の細胞弾性が元株に対して上昇していること

を明らかにした。平成29年度は、これらの細胞株に対

して抗体修飾ナノニードルを用いた中間径フィラメント

の伸展特性の評価を検討した。ネスチンは単独で繊維形

成することが出来ず、本乳がん細胞株では同じく中間径

フィラメントであるビメンチンと共重合することによっ

て発現している。我々はマウスネスチンの C 末端の171 

kDa の巨大なテール領域がビメンチンテール領域のア

クチン繊維との結合を阻害し、これにより細胞骨格の結

合点が減少するために細胞弾性が低下すると推察してい

る。野生株およびネスチン欠損株に対してビメンチンの

引張試験を行ったところ、細胞弾性が低い野生株におい

てビメンチン繊維がより小さな力で伸展することが分か

り、細胞弾性と細胞骨格の伸展性に相関があることを示

した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］バイオセンサ、細胞・組織、がん、ナノ

バイオ、走査プローブ顕微鏡 

 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(789) 

［研 究 題 目］機能分子を導入する細胞マイクロアレイ

技術の創成 

［研究代表者］藤田 聡史（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］藤田 聡史、平尾 有日子、藤原 央之、

藤田 遼祐、山崎 舜介 

（常勤職員1名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 機能分子（核酸、酵素、タンパク質、低分子化合物）

を固相面から導入する技術の開発を進めた。3種類の異

なる酵素をガラスやポリスチレンなどの固相基板上に配

列した酵素アレイを作製し、その上面に細胞を播種する

事で、接触面から酵素を細胞内に導入する事を可能にす

る「酵素トランスダクションマイクロアレイ」の作製技

術基盤を確立した。今後、さらなる条件最適化のための

マイクロパターン作製のためのコーティング法・プリン

ト法の検討を行う。また、基板上にヒアルロン酸で形成

した半球ドームを固定化する技術を開発した。浮遊細胞

をこの半球ドーム内に内包する事で、浮遊細胞マイクロ

アレイを構築した。この浮遊細胞マイクロアレイ上で、

複数の低分子化合物をドーム内で浮遊細胞に作用させ、

それぞれのアレイスポットで異なる低分子を作用させ、

細胞の薬剤応答を評価する事に成功した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］マイクロアレイ、機能分子導入 

 

［研 究 題 目］糸状菌二次代謝系の誘導因子コンビネー

ションの解明と誘導予測の研究 

［研究代表者］町田 雅之（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］町田 雅之（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 糸状菌ゲノム上には、100以上とも考えられる二次代

謝生合成遺伝子クラスタが存在するが、その多くは発

現条件も不明で、機能解析もほとんど進んでいない。二

次代謝系遺伝子は様々な外的要因によって複雑に制御さ

れている。そこで、二次代謝系遺伝子クラスタ内の遺伝

子に発現レポーターを導入し、誘導に関わる外的要因を

解析した。まず、麹菌やその近縁種のゲノム塩基配列お

よび発現情報を収集して、PKS や NRPS などのコア遺

伝子の遺伝子配列情報に依存しない方法を含む二次代謝

系遺伝子クラスタの予測ツール、機能既知の遺伝子に対

する相同性、KOG などの機能分類、モチーフ配列の保

存情報などを利用して、機能未知の遺伝子を含む二代謝

系と推定される遺伝子の母集合を作製した。これにより、

機能・発現に関する確実性の情報が付加された状態の二

次代謝系遺伝子が収集された。次に、二次代謝系遺伝子

の発現の効率的なモニタリングを目的として、GFP、

ルシフェラーゼなどを用いたレポーター系を作製して、

比較的発現強度が高いと考えられる代表的な遺伝子のプ

ロモーターの下流に接続して形質転換し、発現強度のモ

ニタリングの評価を行った。GFP によるモニタリング

では、同遺伝子に核内移行シグナルを付加することによ

り、核を特異的に染色する色素による観察と合わせて解

析することにより、定量性が確保できると考えられた。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］二次代謝、レポーター、転写制御 

 

［研 究 題 目］生物的石炭分解メタン生成ポテンシャル

とメカニズムに着目した炭層特性評価技

術の開発 

［研究代表者］眞弓 大介（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］眞弓 大介（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究は、深部地下石炭層において炭層微生物（群）

の機能を最大限活用して未回収石炭資源を天然ガスに変

換し回収する革新的エネルギー資源開発技術の創成を将

来目標とし、炭層中の生物的石炭分解メタン生成のメカ

ニズムとポテンシャルを解析するための全く新しい炭層

特性評価技術を提案するものである。特に、本課題では、

国内外の炭層を対象に石炭分解メタン生成ポテンシャル

を有する炭層の分布様式とメカニズムの多様性を明らか

にする。さらに、炭層の当該ポテンシャルの有無を表す

地球化学的・微生物学的特徴を抽出し、それらを石炭分

解メタン生成ポテンシャルのバイオマーカーとして活用

することにより、長期の培養実験に依存することなく、

炭層特性を迅速に評価する技術を確立することを目的と

する。 

本年度は、様々な炭層の石炭分解メタン生成ポテンシ

ャルに関連する現場情報を多角的な視点から収集した。

対象とした炭層は、過去に地球化学的分析によって石炭

分解メタン生成ポテンシャルを検出した北海道の T 炭

田を選定し、新たに石炭試料（石炭・ガス・地層水）を

採取した。これらを用いて、石炭分解ポテンシャルに関

連する(1)現場炭層環境の地球化学的データの収集・解

析と(2)現場炭層環境の分子生態学的データの収集・解

析を行った。また一方で、(3)炭層環境模擬高圧連続培

養システムを用いて炭層のメタン生成環境を実験室で再

現し、石炭分解活性の有無を調査する培養実験を実施し

た。 

一方で、石炭の主成分の一つである芳香族メトキシ化

合物からのメタン生成メカニズムを調査するために、

University of Calgary の Dr. Gieg の協力を得て、カナ

ダのオイルサンドを微生物摂取源にメトキシ化合物を基

質とした集積培養実験を実施した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］炭田、炭層内微生物、石炭分解メタン生

成、芳香族メトキシ化合物 

 

［研 究 題 目］グライコミクスを革新する新たな分析基

盤の構築 

［研究代表者］亀山 昭彦（創薬基盤研究部門） 



研 究 

(790) 

［研究担当者］亀山 昭彦、佐藤 隆（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 腫瘍などの新規マーカー探索および感染や免疫反応の

分子病理学的解明において、迅速簡便な糖鎖解析技術で

あるグライコミクスは必須の技術となりつつある。しか

しながら現在のグライコミクスは主に N-型糖鎖を対象

としており、もう一つの糖鎖種である O-結合型糖鎖の

分析については40年以上進歩しておらず新たな技術革

新が切望されている。最近、研究代表者は O-型糖鎖の

新規遊離法を発見し、従来より格段に微量な分離検出を

可能とした。これをグライコミクスへ応用するためには

分離した O-型糖鎖の簡便な同定法の開発が必須である。

そこで本研究では、O-型糖鎖の大規模ライブラリーを

作成し、HPLC、CE およびタンデム質量分析における

各糖鎖の分析固有値を蓄積して糖鎖同定のための新たな

グライコミクスの技術基盤を構築することを目的として

いる。 

平成29年度は、生物試料から O-型糖鎖を遊離後、蛍光

標識した後、HPLC にて分取、質量分析計にて構造を

確認し、20種類の O-型糖鎖ライブラリーを構築した。

さらに、各種糖転移酵素を用いた O-型糖鎖合成を行い

ライブラリー化するため、ライブラリーの基幹構造の合

成に必要なβ4ガラクトース転移酵素およびβ3ガラク

トース転移酵素を調製した。また、ライブラリー合成の

ための基質として N 末端を Fmoc 化したコア 4

（GlcNAcβ1-3（GlcNAcβ1-6）GalNAc）スレオニン

を調製した。これを基質とすることにより酵素反応生成

物を蛍光検出により HPLC で分取することが容易にな

る。この Fmoc スレオニン糖鎖と糖転移酵素固定ビーズ

を用いた O-型糖鎖の合成検討を開始した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］糖鎖、分析、電気泳動 

 

［研 究 題 目］マラリア高度流行地における独自開発デ

バイスを用いた無症候感染者の診断法の

確立 

［研究代表者］橋本 宗明（健康工学研究部門） 

［研究担当者］橋本 宗明（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 マラリア流行地では無症候感染者（繰返しの感染によ

り部分的な免疫の獲得し、低感染状態の感染者）が原虫

のドナーになっており、マラリア撲滅のためには無症候

感染者の治療による伝播阻止が鍵になる。このような背

景から、流行地でのフィールドワークで無症候感染者に

も使用可能な迅速かつ易操作な高感度マラリア診断デバ

イスの開発が望まれている。我々はこれらを可能にし得

る2種類のデバイスを独自に開発し、有症マラリア患者

に対する有用性を示した。本研究では罹患率が特に高い

マラリア流行地であるケニア ビタ地区において無症候

感染者を対象に本デバイスを用いた原虫の高感度検出、

種の同定、および薬剤耐性の有無の判定を行い、次世代

のマラリア診断法のゴールデンスタンダードの確立を目

指す。 

 本研究計画は、申請者らが開発を行ってきたマラリア

診断デバイスを用いて、実際に高度流行地で無症候感染

者の割合およびその感染率を明らかにすると共に、本デ

バイスを応用した種の同定や薬剤耐性の有無の判定を行

えるようにするべく実験を遂行する。無症候感染者のサ

ンプリングは高度流行地かつ大規模な人口情態・動態調

査が行われているケニア ビタプロジェクトサイトで行

うことで効率よく進めることが可能である。H29年度は

無症候感染者から血液のサンプリングをおこない、現在、

デバイスによる詳細な解析、および PCR 法および顕微

鏡観察法による解析をおこなっている。 

［領 域 名］生命工学    

［キーワード］マラリア、診断、アフリカ 

 

［研 究 題 目］運動制御メカニズムのパラメトリック表

現とその変容によるアクシデントの推定

と予防 

［研究代表者］村井 昭彦（人間情報研究部門） 

［研究担当者］村井 昭彦（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究は、ケガや転倒、疲労等実験倫理上もしくは確

率的に実験室で実現困難なヒトの危険運動（アクシデン

ト）のシミュレーション・解析を行う、デジタルヒュー

マン技術利活用の基礎技術研究である。このために、実

験室で得られるヒトの運動・接触力のディープデータに

対し、A）ヒトの運動制御メカニズムをパラメトリック

表現する運動表現モデルの構築、B）運動制御メカニズ

ムの同定、そして映像データや簡易センサ等を用いたビ

ッグデータによる検証を伴った C）パラメータ調整や最

適化による運動の変容、D）詳細なヒトの運動の復元の

要素研究を行う。これらを通じて、アクシデントの推定

と解析というヒトの運動解析に重要な基盤技術を確立し、

ビッグデータを用いて信頼性を検証する。そして、転倒

予防を対象としたアプリケーションへの展開を行う。 

 A）として、ヒトの運動力学特性をパラメトリックに

よく表現する運動表現モデルの構築を行った。まず、ヒ

トの通常運動のディープデータを計測した。実験室にお

いて光学式モーションキャプチャを用いてヒトの歩行を

精緻に計測した。また同時に、フォースプレートにより

ヒトが環境から受ける接触力を計測した。そして、デジ

タ ル ヒ ュ ー マ ン 研 究 グ ル ー プ に て 開 発 す る

DhaibaWorks およびその上に構築する筋骨格モデルを

用いることにより、逆運動学計算から関節角度・速度・

加速度等運動学データを、逆動力学計算から関節トルク

データを得た。次に、ロボティクスやスポーツ科学で用

いられるモデルを発展させ、計測させる通常運動の運動

力学特性をパラメトリックによく表現する運動表現モデ
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ルを構築した。ここでは全身をバネ・マス系で表現する

SLIP モデルをベースとしたモデルを構築した。 

次に B）として、運動制御メカニズムの同定を行った。

A）にて構築された運動表現モデルを用いて、ランニン

グや義足スプリントにおけるモデルパラメータの同定を

行った。ここでは、SLIP モデルのバネ・ダンパ・マス

のパラメータを同定し、義足の硬さ等実際の物性値に関

係する妥当なパラメータが得られることを確認した。 

そして C）として、ビッグデータ計測デバイスの開発

を行った。生成される実現困難な運動の検証のために、

ウェアラブルなデバイスを開発した。研究計画時は小型

の6軸力センサを内蔵しワイヤレスでデータを送信でき

るシューズを挙げたが、実用性や耐久性から、ウェアラ

ブル IMU センサを用いた運動計測システムおよびフォ

トリフレクタを用いた床反力計測システムを構築してい

る。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］運動生成・制御メカニズム、バイオメカ

ニクス、デジタルヒューマン、運動力学

解析、アクシデント推定・予防 

 

［研 究 題 目］活性汚泥というブラックボックスの解剖

と再構築：遺伝子発現から群中の個の挙

動を見る 

［研究代表者］佐藤 由也（環境管理研究部門） 

［研究担当者］佐藤 由也（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 我々は100年以上水処理に利用されてきた微生物群集

「活性汚泥」を対象に研究を行っている。活性汚泥は数

千種以上の微生物で構成されるコミュニティであり、多

様な微生物の協業によって廃水処理がなされている。 

 水処理メカニズムは未解明の部分が多く、その複雑性

は予期せぬトラブルの原因にもなっている。本研究では

このブラックボックス解消を目的に掲げる。はじめに活

性汚泥の網羅的解析を通して系内で鍵となる微生物を選

別し、次にそれらを構成員とするシンプルな人工活性汚

泥を構築することで、活性汚泥の機能が成立するために

本質的に必要となる条件の解明に挑む。 

 本年度は当初の計画通り、実廃水処理場を網羅的に解

析（16S rRNA 遺伝子に基づく微生物群集構造解析、メ

タトランスクリプトーム解析、メタボローム解析等）す

ることにより、一般生活廃水の処理に重要な複数の微生

物を明らかにすることができた。さらに、化学工場廃水

を処理する実プラントの活性汚泥を解析することで、難

分解性化合物の分解に重要な微生物も明らかにした。 

 さらに本年度は、系内で増えすぎた活性汚泥（余剰汚

泥）の減容に寄与する微生物についても注目した。上述

の重要微生物群を組み合わせることで廃水の処理自体は

可能になると考えられるが、それら微生物が増殖と死滅

を繰り返し、死菌体が系内に蓄積することで生態系が不

安定化することが懸念される。そこで、生態系の恒常性

を維持するために、他の微生物を食べる捕食性細菌やそ

の近縁種を探索し、複数の候補微生物を見出した。 

［領 域 名］エネルギー・環境   

［キーワード］廃水処理、水処理微生物、次世代シーク

エンス解析 

 

［研 究 題 目］低次元材料の原子レベル物性評価手法の

開発 

［研究代表者］千賀 亮典（ナノ材料研究部門） 

［研究担当者］千賀 亮典（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 カーボンナノチューブやグラフェンなどの低次元材料

では材料の光学特性を司る励起子が狭い空間に閉じ込め

られ強い束縛エネルギーを持つため、非常に安定して存

在する。このため低次元材料の光学特性を考える際には

励起子が優先的に再結合する欠陥やドーパント、エッジ

といった非周期的構造との相互作用を詳細に理解する必

要がある。しかしながら従来の光をプローブとして用い

た手法で、光の波長よりはるかに小さなナノチューブの

欠陥一つで起こる光学イベントを捉えることは困難であ

った。そこで本研究では、高エネルギー分解能電子損失

分光法と高空間分解能透過電子顕微鏡法を軸に、低次元

材料の光学特性を評価するための周辺技術を整え、これ

によってカーボンナノチューブ、窒化ホウ素ナノチュー

ブ、グラフェン等の低次元材料に関して、原子構造と光

学物性を一対一で結びつけた定量的な物性発現メカニズ

ムの理解を目指す。初年度である平成29年度はまず半

導体カーボンナノチューブ一本に対して、可視光領域を

含む幅広いスペクトル領域から電子線吸収特性を取得し、

これを光学吸収特性に変換するための基礎理論の構築を

行った。これをカーボンナノチューブに内在する欠陥一

つに適応し、欠陥の局所的な光学特性の評価を行った。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］TEM、STEM、低次元材料、カーボン

ナノチューブ、光学特性 

 

［研 究 題 目］振動エネルギー活用によるラジカル生成

エネルギー高効率化とその機構解明 

［研究代表者］寺本 慶之（環境管理研究部門） 

［研究担当者］寺本 慶之（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 放電時間間隔・パルス幅可変長電源の作製を行った。

ラジカル生成には任意の放電時間間隔で任意の回数パル

ス放電を発生させる必要があるため、放電間の最短時間

間隔は0.5 us とし、最大連続回数は4回とする電源を

MOS-FET を使用し作製した。パルス時間幅は10 ns か

ら500 ns で任意に変更可能とした。 

 振動エネルギーの影響を見るため次発のストリーマ領

域が前発のストリーマ領域をカバーするような放電形態
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が必須となる。領域カバー率下限は85 %とし、さらに2

次元計測で取得したデータのアーベル変換から、ストリ

ーマ径方向の詳細な密度分布を得るために、ストリーマ

を可能な限り直線的に電極間（針－平板）を進展させる

ことが可能な観測用リアクタを作製した。電極に周囲か

ら均一に電界がかかるよう電極を配置することでストリ

ーマを直線状に進展させることが可能となり、電極間の

ラジカル密度分布計測（可視化）が可能となった。 

 高感度・高分解能2D-TALIF 計測システムの構築を行

った。本研究ではレーザーパルス半値幅の5 ns を蛍光

計測用 ICCD カメラのゲート時間とし、蛍光のピーク

のみを計測することで従来よりも高い S/N 比を実現し

た。レーザー照射と ICCD カメラシャッタータイミン

グにはジッターが存在するため、各々の出力信号から計

測タイミングの合否を判定するシステムを構築し、上記

の高 S/N 比の信号のみを取得することが可能となった。 

［領 域 名］エネルギー・環境   

［キーワード］プラズマ、活性種 

 

［研 究 題 目］細胞刺激応答の非破壊的モニタリングを

実現するクルードタンパク質メトリクス

法の創製 

［研究代表者］冨田 峻介（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］冨田 峻介、石原 紗綾夏 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 培養細胞に刺激を与え、その応答を観察するというア

プローチは、再生医療や医薬品開発を含む広範な分野で

利活用されるようになってきた。本研究では、交差反応

的な分子群によって得られる“応答パターン”を機械学

習で解析するアプローチ“交差反応型センシング”によ

って、外部刺激に対する細胞応答を、非破壊的かつマー

カー分子に頼らずにモニタリングできる手法を確立する

ことを目的とする。 

 本年度は、交差反応型センシングによる細胞応答モニ

タリングを実現するうえで基盤となる、高い感度と識別

能を与える Turn-ON 型の交差反応性高分子の開発を推

進した。具体的には、 (i) 蛍光団を導入した一本鎖

DNA と酸化グラフェンの複合体、および (ii) 環境応答

性を示すダンシル基を導入したポリリジン誘導体を作製

し、これらがタンパク質固有の応答パターンの取得に利

用できることを示した。特に(ii)の高分子は、溶媒環境

を変えるだけでタンパク質に対する交差反応性を変化さ

せることができるという特性を有していた。そのため、

異なる pH およびイオン強度の水溶液中で高分子と分析

物を作用させる方法により、1種類のポリマーだけで、

例えば、タンパク質に生じた化学的変化（翻訳後修飾）

の識別や定量を可能とする応答パターンが得られること

を見出した。この優れた識別能に注目し、ダンシル基を

導入したポリリジン誘導体を中心として様々な骨格・官

能基を有する高分子群を合成し、細胞の非破壊的評価へ

の応用を試みている。これまでに細胞の種類の識別や密

度の定量などが可能なことを見出している。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］バイオメトリクス、機械学習、タンパク

質、高分子、セルベースアッセイ 

 

［研 究 題 目］音波と電磁波のマルチスペクトロスコピ

ーによる有極性分子間ポテンシャルの解

明 

［研究代表者］狩野 祐也（工学計測標準研究部門） 
［研究担当者］狩野 祐也（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、音波と電磁波という異なる種類の波を利

用したマルチスペクトロスコピーにより、有極性分子に

おける分子間ポテンシャルエネルギーの構造を明らかに

することを目的とする。独自の音波・電磁波共振スペク

トル計測技術を駆使し、有極性分子の音速、粘性および

誘電率といった複数の異なる物理特性を精密計測する。

得られたデータに基づき、分子間相互作用と密接に関係

しているビリアル係数や双極子モーメントなどの物性パ

ラメータを導出し、分子間ポテンシャルエネルギーの挙

動を解析する。様々な分子構造をもつ有極性物質につい

てポテンシャルエネルギーの評価を行い、実際の分子間

相互作用をより正確に表現できる新たなポテンシャルモ

デルの開発を目指す。 

 今年度は、過去に開発した円筒型キャビティによる音

波・電磁波スペクトロメータを改良し、気体の音速と誘

電率の高精度測定を目的としたマルチスペクトロメータ

1号機の開発に取り組んだ。誘電率測定において、20 

GHz までの広範囲な周波数レンジで電磁波スペクトル

の測定が可能なベクトルネットワークアナライザを導入

し、複数の電磁波共振モードを計測可能とした。また、

ネットワークアナライザの周波数基準クロックを外部の

ルビジウム周波数標準器と同期し、音波スペクトル測定

に用いる周波数応答アナライザも同一の標準器で同期す

ることで、音波・電磁波共振周波数の測定精度を向上さ

せた。さらに、温度測定の高度化を図るため、特注のダ

ブルジャケット型ステンレス恒温槽を製作し、240～

420 K の幅広い温度域にわたり±0.01 K 以下の高精度

な温度制御が可能となるシステムを構築した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 
［キーワード］音波、電磁波、スペクトロスコピー、分

子間ポテンシャル、音速、誘電率 

 

［研 究 題 目］枯渇油田再生化技術開発を志向した原油

分解メタン生成機構の解明と新規微生物

の獲得 

［研究代表者］持丸 華子（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］持丸 華子（常勤職員1名） 
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［研 究 内 容］ 

 一般に原油の回収率は20～60 %であり、枯渇油田と

されてもその多くは地下に残されている。この原油をメ

タンに変換し、天然ガスとして回収する技術の開発を目

指し、一部の深部地下油層環境で起きていることが示唆

されている生物的原油分解メタン生成反応のメカニズム

を解明することを目的としている。平成29年度は原油

分解メタン生成培養系の構築を行った。山形県および秋

田県の油田の3坑井から採取した原油と油層水および孔

隙を模擬する滅菌海砂を用いて、深部地下油層環境を模

擬する高温高圧連続培養システムにおいて、油層のメタ

ン生成プロセス再現のための培養実験を行った。さらに、

高温常圧連続培養器を用いて、原油を添加する系と、原

油の代わりに基質として C10～C20の中の複数の n－ア

ルカンまたは脂肪酸を添加する系を設定して培養い、一

部の系からメタン生成を確認した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］油田、ガス田、メタン生成 

 

［研 究 題 目］活性サイト解析による導電性ダイヤモン

ドの合成プロセス最適化 

［研究代表者］加藤 有香子（先進パワーエレクトロニ

クス研究センター） 

［研究担当者］加藤 有香子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 不純物を添加してダイヤモンドに電気特性を付与する

技術は、ダイヤモンドパワーデバイス開発の核となる技

術である。この技術における課題の一つに、添加した不

純物の活性率向上があげられる。本研究では、p 型半導

体・導体として用いているボロンドープダイヤモンドの

ボロンの活性化率に着目し、そもそも活性化している

（キャリアを供給している）ボロンはどういう状態なの

か、どういう合成条件で活性化ボロンを増加させること

ができるのか、を解決課題としている。高分解能広立体

角2次元光電子顕微分光器（DELMA）を用いて、光電

子回折による結晶内不純物の原子配列解析をおこなった

ところ、B1s スペクトルにおいてメインピークと3 eV

高結合側にサブピークが観測され、それぞれ置換型ドー

パントであるボロンと、tetrahedral サイトにドープさ

れたボロンであることを示唆する光電子回折データを得

ることができた。また、2つの B1s ピークが示す結合エ

ネルギーの相対関係から、置換型ドーパントは

tetrahedral サイト上にあるボロンよりも負の電荷を帯

びていると考えられるため、ホールを供給する活性化サ

イトは置換型サイトだという結論に至った。今後、合成

条件によって2つのサイト比を任意に制御できるかどう

かを検討していく。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］パワーデバイス、ダイヤモンド、光電子

回折 

［研 究 題 目］エネルギー保存システムの分子進化で辿

る原始生命の機能解明 

［研究代表者］成廣 隆（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］成廣 隆、Nobu Masaru Konishi、 

玉木 秀幸（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 これまでに純粋分離されている約15,000種の原核生

物（バクテリアおよびアーキア）は、地球上に存在する

無機化合物、有機化合物、ガス状物質、光エネルギー等

を原資として、棲息環境に適応した多様な代謝機能を運

用することで生命活動を維持している。生命が有する代

謝経路の実体は、脱水素酵素や酸化還元酵素などの様々

な酵素が触媒する化学反応の連続であるが、その要所要

所で熱力学的にエネルギーを必要とする反応の進行を支

えているのが「エネルギー保存システム」である。本研

究課題では、我々が培ってきたオミクス技術を駆使する

ことで、現存するエネルギー保存システムの分子進化を

解明することを目的としている。公共遺伝子データベー

ス上で公開されているゲノム・メタゲノム情報から、現

存する微生物が有する各種エネルギー保存システムのタ

ンパク質アミノ酸配列を網羅的に収集して分子進化系統

樹を作成することから着手した。今年度は、嫌気性菌が

保有することが知られているエネルギー保存システムの

うち、活性中心の金属分子にニッケルと鉄を有する

[NiFe]ヒドロゲナーゼの一群の活性中心サブユニットや

NADH 結合サブユニット、それらに付随するプロトン

輸送サブユニットを解析の対象とした。その結果、

[NiFe]ヒドロゲナーゼの活性中心サブユニットの系統は、

大きく分けて（1）プロトン還元－フェレドキシン依存

型、（2）NADH／キノン依存型、（3）双方向/水素酸化

型、（4）エネルギー保存型ヒドロゲナーゼ類縁複合体

の4つのグループに別れることが示された。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］微生物、進化、微生物ゲノム、メタゲノ

ム 

 

［研 究 題 目］硫化金属－ペプチド複合体が初期生命の

代謝構築に果たした役割の解明 

［研究代表者］五十嵐 健輔（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］五十嵐 健輔、山本 美佳 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 冥王代の地球環境では、様々な硫化金属が有機物を合

成する化学反応を触媒することで、初期生命誕生の礎を

提供したと考えられている。そしてそのような硫化金属

と、現生の生物で見られる洗練された酵素とを繋ぐ中間

的存在として、硫化金属-ペプチド複合体が想定されて

いる。本研究の目的は、そのような複合体を実際に構築

し、硫化金属の触媒能がペプチドとの結合でどのように

変化するか、およびそれらの人工進化過程を解析するこ
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とで、硫化金属－ペプチド複合体が初期生命の代謝構築

に果たした役割を解明することである。 

 29年度の実施内容は下記に示すとおり二つの研究段

階に分けて行われた。第一段階として、まず冥王代の地

球環境に豊富に存在したと考えられる各種硫化金属を対

象に、還元的アセチルCoA経路を模擬する反応、即ち

CO2やCOを各種還元剤（H2やH2S）によって還元する

反応の触媒能を調査した。その結果、グライガイト類

（Fe3S4とNiFe2S4）は最も高い触媒能を示すことを明

らかにできた。また、反応に対するpHと圧力依存性を

解析した結果、pHは反応に著しい影響を与えなかった

ことに対して、圧力はCO2のメタン化を促進し有機酸へ

の変換を抑制することが判明した。以上から、冥王代の

様々な局所環境における、硫化金属の触媒作用について

の網羅的な知見を得ることができた。 

 第二段階として、硫化金属－ペプチド複合体を構築す

るために、各種硫化金属に特異的に付着するペプチドを

ファージランダムペプチドライブラリーからスクリーニ

ングした。嫌気条件の下、硫化鉄（主にアモルファス

FeS やグライガイト）を対象としたスクリーニングを

行った結果、極性アミノ酸が疎水性アミノ酸に隣接した

モチーフに富むペプチドが複数得られ、これらは硫化鉄

への高い親和性をもつことが明らかになった。以上から

硫化金属－ペプチド複合体を形成するための基盤を構築

できた。現在、硫化鉄への親和性が高いペプチドを人工

合成し、硫化鉄と複合体を形成させることで触媒活性へ

の影響が現れるかを解析中である。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］生命の起源、硫化鉱物、冥王代、ペプチ

ド、原始酵素、還元的アセチル CoA 経

路 

 

［研 究 題 目］分子協調作用に基づく光応答固液相転移

システムの構築 

［研究代表者］則包 恭央（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］則包 恭央（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 申請者はこれまでに、アゾベンゼンの光異性化等のフ

ォトクロミック反応によって、光で結晶と液体の間を可

逆的に相転移を起こす現象（光応答固液相転移）と、そ

の現象を起こす化合物群を見出してきた。近年、この現

象を活用した様々な機能材料のコンセプトが国内外で報

告され、今後はリサイクル可能な感光性材料への実用化

を含めたさらなる発展が期待される。一方で、現状では

光固液相転移の光応答性が低いことが課題であり、本現

象の学術領域および応用研究を発展させるためには、よ

り光感度の高い分子システムの設計が必須である。そこ

で本研究では、上記課題を解決し、さらに結晶中で多重

分子協調作用を生み出すための分子複合体および結晶構

造を合理的に設計・創出することにより、光相転移の光

効率を劇的に向上させ、高効率な光応答固液相転移シス

テムを構築する。 

 H29年度は分子複合体における光応答固液相転移系の

創製を目指した。複合体として、水素結合複合体のセグ

メントの合成を行った。複素環を有するアゾベンゼン誘

導体、カテコール誘導体、イソフタル酸誘導体をそれぞ

れ合成し、目的化合物を得た。各分子それぞれの融点お

よび光反応性を確認した後、それぞれを混合した複合体

結晶の形成について検討した。その結果、複合体の結晶

の形成を確認した。また、それらの複合体結晶の光応答

性について検討した。その結果、結晶中の自由体積が光

反応性に大きく寄与することが分かった。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造   

［キーワード］光化学、異性化、結晶 

 

［研 究 題 目］海溝型巨大地震の最大規模推定に資する

地質構造の強度推定 

［研究代表者］宮川 歩夢（地質情報研究部門） 

［研究担当者］宮川 歩夢（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

海溝型地震の規模を決定する要因として、エネルギー

蓄積の上限を決めるプレート境界断層のせん断強度と、

蓄積媒質として地質体の力学特性の理解が重要である。

「沈み込み帯における地質体の力学モデル（クーロンウ

ェッジモデル）」に基づき、地質体内部の摩擦強度から、

プレート境界断層のせん断強度を推定できる。しかし、

このモデルを適用するためには、地質体内部の摩擦強度

の決定が課題であった。そこで、本研究では地震データ

に最新の応力逆解法を用いて、地質体内の摩擦強度を明

らかにする。得られた摩擦強度とクーロンウェッジモデ

ルから、プレート境界断層のせん断強度を推定する。本

解析を地震データの得られる世界各地の沈み込み帯で実

施することで、各沈み込み帯の摩擦強度・プレート境界

断層強度を定量化する。推定されたプレート境界断層の

せん断強度は、最大地震規模を含むエネルギー解放現象

を決めるパラメータとして、海溝型巨大地震の理解に貢

献する。研究課題初年度の本年度の前半に、当初初年度

に達成を予定していた震源メカニズム解に基づく摩擦係

数推定法の構築を行えた。そのため、翌年度に実施予定

であった、開発した手法を用いた世界中の沈み込み帯で

予察的な検討を行った。しかし、結果として使用する地

震データベースに、ある程度の地震数が必要で、適切な

データベースの使用が必要であることがわかった。そこ

で、初年度中に地震データ数の十分ある日本周囲の沈み

込み帯での検討を始め、有意な摩擦係数の推定を実施す

ることができた。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］地震、地質構造強度、摩擦強度、プレー

ト境界断層、応力逆解法 
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［研 究 題 目］カビ新規 RiPPs ライブラリ構築と非天

然環状ペプチド創製 

［研究代表者］梅村 舞子（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］梅村 舞子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本課題では、カビが産生する天然化合物の一つである

リボソームペプチドについて、インフォマティクス解析

から見出した新規生合成経路のクラスを分類し、非天然

型環状ペプチドの創製に向けて化合物－経路のライブラ

リ構築と特徴解析を行うことを目的とする。対象とする

リボソームペプチド生合成経路（ust-RiPS 経路）はカ

ビで初めて見出されたもので、化合物の骨格となるペプ

チド鎖の配列が、高度な繰り返し配列となって前駆体ペ

プチド遺伝子に直接書き込まれている。また、経路内に

新規環状化因子を有しており、芳香環に直接エーテル結

合によって環を巻く化合物構造を生合成する。 

 初年度である平成29年度は、前駆体ペプチドの配列

特徴解析および本経路に特徴的な環状化因子の相同性検

索から、糸状菌 Aspergillus 属における本経路を抽出・

分類し、その結果に基づいて、遺伝子破壊実験と LC-

MS 測定から糸状菌 A. flavus 上に新規 ust-RiPS 経路

と化合物のペアを1つ同定した。さらに、生産量が非常

に低い本化合物の正確な構造決定を行うために、多重マ

ーカーを有する麹菌株を親株として、各生合成遺伝子の

プロモーター領域をマルトース誘導型に挿げ替えて導入

した異種発現株を作製した。本株を導入遺伝子誘導培地

の元で培養したが、対象化合物の産生が確認できなかっ

たため、遺伝子発現の確認を行うとともに、異種発現系

の再検討を行っている。並行して、公共データベースよ

り取得可能なゲノム情報に対して本経路のドライ探索を

行い、本経路がカビ・キノコを含む Fungi 界全体に保

存されており、前駆体ペプチドの配列も100種類以上の

多岐にわたることを見出した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］真菌類、環状ペプチド、二次代謝経路、

天然化合物 

 

［研 究 題 目］逆進化ゲノム株と構造遺伝子内発現調節

を用いた生合成リデザイン 

［研究代表者］北川 航（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］北川 航（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 逆進化ゲノム株を宿主利用するテーマでは、生育速度

や導入遺伝子（ベクター）の安定性に重要な因子を特定

することに成功し、ゲノムレベルでのさらなるブラッシ

ュアップを進める事が出来た。特に NRPS が宿主株の

生育に非常に大きな役割を持つことを明らかにした事は

重要で、凝集やバイオフィルム形成の制御が可能になる

可能性がある。P450ライブラリのテーマについては、

菌株保存機関から入手可能で、ゲノムが公開されている

株由来の物を中心に、数を増やすことが出来た。またこ

れらの P450はその由来微生物や GC 含量に関わらず、

約7割は機能的に発現している事も確かめられ、発現ラ

イブラリとしては質の高いものと考えている。またあら

たな P450源として海綿共生菌が有望である事を見いだ

し、今度のライブラリ拡大に利用して行く予定。構造遺

伝子内発現制御機構のテーマについては、放線菌でも

mRNA の二次構造が発現量に重要である事が明らかに

なり、遺伝子クローニングの際にこれを応用する事でプ

ロモーターによらない発現量制御の可能性を示した。各

テーマにおいてこれまでの目標に対する達成度は90 %

程度と考えており、概ね計画通り。 

［領 域 名］生命工学   

［キーワード］放線菌、遺伝子工学、宿主ベクター系 

 

［研 究 題 目］サーマル分子ピンセット～溶液中の溶質

分子を局所温度分布で摘み動かす技術

（新学術領域研究） 

［研究代表者］山本 泰之（工学計測標準研究部門） 
［研究担当者］山本 泰之（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

ソーレー効果という、溶液中に温度の勾配が維持され

ているときに生じる溶質分子の移動現象を利用した、マ

イクロスケール領域の液体中の分子・粒子を輸送する技

術の開発を行った。薄型のガラスセルに溶液を入れ、レ

ーザで微細なパターンを照射すると、加熱されて温度分

布が発生する。この時に同時に生じるソーレー効果によ

って、温度パターンに依存した濃度分布を形成すること

ができる。研究代表者の発案のポイントは、ソーレー効

果による溶質分子の移動速度と同程度の速度で、加熱パ

ターン自体を移動させることで、非常に効率的に溶質分

子を輸送できることを示したところである。また、加熱

パターンをひらがなの「く」の字型にして開いた方向に

移動させることで、閉じた部分に高濃度に濃縮するアイ

ディアも発案した。これをサーマル分子ピンセットと名

付けた。この技術を用いて、科研費の新学術領域「光圧

ナノ領域」で研究されている光放射圧を用いた技術と融

合して、ナノサイズの粒子や分子を操作する新技術の開

発を試みている。初年度は、これまでポリマー溶液に適

用してきたソーレー効果を用いたサーマルピンセット技

術を光圧の技術に適用するため、光圧の研究で頻繁に用

いられている蛍光ビーズに対して適用できるよう、装置

の改造を進めた。 

［領 域 名］計量標準総合センター 
［キーワード］ソーレー効果、熱現象、微細領域、溶液、

分子操作、粒子 

 

［研 究 題 目］質量分析を用いた ncRNA 結合タンパク

質同定技術の高度化とその利用  

［研究代表者］足達 俊吾（創薬分子プロファイリング
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研究センター） 

［研究担当者］足達 俊吾（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 多くの RNA は、タンパク質と複合体を形成して機能

を果たすと考えられていることから、RNA の機能を分

子的に理解するためには RNA に結合するタンパク質を

明らかにすることが重要である。本研究では、iSRIM

法（in vitro において特定の RNA に結合するタンパク

質について質量分析を用いて同定する手法）及び

ChIRP-MS 法（in vivo において特定の RNA に結合す

るタンパク質について質量分析を用いて同定する手法）

の両手法を比較しながら用い、特定の RNA に結合する

タンパク質同定基盤技術の確立を目指すとともに、確立

した技術を用い RNA の成熟過程、機能、制御機構の解

明を目指す。 

 平成29年度は、ChIRP-MS 法の洗練、ChIRP-MS 法

の高度化（レポーターRNA を用いた ChIRP-MS 法の

開発）、共同研究を通した開発技術の有用性実証を達成

することを目標とし、達成する事ができた。具体的には、

ChIRP-MS 法の洗練については、特異的な結合タンパ

ク質が知られている7SK-ncRNA や TNF-α mRNA, 

TFRC mRNA の3’UTR 領域を用い、RNA 及びその結

合タンパク質の精製、質量分析による結合タンパク質の

同定実験について、細胞の量、固定方法、細胞溶解液の

組成、細胞の破砕方法、アンチセンスオリゴの種類等の

条件検討を行い、その結果、ベイト RNA 特異的に既知

の結合タンパク質（7SK RNA について CDK9, CyclinT, 

Hexim, LARP7, MEPCE、TNF-α mRNA について

RC3H1/2 や ZFP36L1/2 、 TFRC mRNA につ いて

IRP1/2等）が効率よくかつ特異的に同定される実験条

件を見いだすことに成功した。CHIRP-MS 法の高度化

（レポーターRNA を用いた CHIRP-MS 法の開発）に

ついては、Red fluorescent タンパク質や nanoLuc タ

ンパク質の RNA 配列をレポーターとして用い、それぞ

れの mRNA と共にその結合タンパク質を同定する実験

系を確立することに成功、全く同じ実験条件のもと、

様々な RNA に結合するタンパク質を同定し、ベイト

RNA 間での結合タンパク質比較が可能となった。また、

共同研究を通した開発技術の有用性実証については、新

学術領域 ncRNA タクソノミ領域内の複数の研究者との

共同研究を行い、複数の RNA についてその結合タンパ

ク質の同定に成功している。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］RNA、 RNA 結合タンパク質、質量分

析、ChIRP 

 

［研 究 題 目］ウイルスと宿主の感染・増殖・共生過程

の誘電率顕微鏡による構造組成解析 

［研究代表者］小椋 俊彦（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］小椋 俊彦（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 本提案では、これまで観察が困難であった、水溶液中

の非染色・非固定のウイルスをダメージ無く観察する電

子線走査誘電率顕微鏡を開発し、ナノスケールでのウイ

ルス感染・増殖・共生過程の観察と組成分析を行う。こ

の目的のため、走査電子線を用いたウイルス解析用の誘

電率顕微鏡の開発を行う。 

研究計画： 

 本年度は、ウイルスの感染・増殖実験として、観察が

容易であると予想されるバクテリアとファージウイルス

を用いる。実験方法としては、バクテリアと T4ファー

ジの培養液を混合し、その混合液を観察ホルダに封入し、

SEM チャンバー内へと設置する。その後、高分解能の

走査電子誘電率顕微鏡システムを用いて観察を行う。観

察画像は、80秒に一枚のペースで連続的に取得する。

これにより、T4ファージがバクテリアへと付着し、

DNA をバクテリア内へと挿入する過程やバクテリア内

部でファージが複製され増殖する過程、さらには T4フ

ァージが細胞膜を破り放出される状態を観察する。 

年度進捗状況： 

 本研究の目的である水溶液中のウイルスの感染過程を

高分解能で観察する観察ホルダの開発と観察システムの

高感度・高速化を行った。観察ホルダの高分解能化では、

薄膜の厚さを従来の50 nm から20 nm へと薄層化し、

さらに薄膜上部のタングステン層も10 nm 以下とした。

初年度のウイルスの感染・増殖実験として、大腸菌と

T4ファージの感染・増殖過程の観察を行った。実験方

法としては、大腸菌と T4ファージの培養液を混合し、

その混合液を観察ホルダに封入し、SEM チャンバー内

へと設置する。その後、高分解能の走査電子誘電率顕微

鏡を用いて観察を行った。観察画像は、80秒に1枚のペ

ースで連続的に取得した。これにより、T4ファージが

バクテリアへと付着し、バクテリア内部でファージが複

製され増殖する過程、さらには T4ファージが細胞膜を

破り放出される状態を観察することに成功した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］誘電率顕微鏡、ウイルス、バクテリア、

液中観察、走査電子顕微鏡 

 

［研 究 題 目］ダイニン・微小管系の振動運動機構 -運

動中の姿を捉える電子顕微鏡解析- 

［研究代表者］広瀬 恵子（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］広瀬 恵子、 

Shimaa Abdellatef Abdelaleem 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 鞭毛・繊毛の振動的な屈曲運動は、軸糸内に配列した

ダイニン分子の運動が何らかのしくみで制御されること

によって起こる。本研究では、軸糸外腕ダイニン、微小
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管、および微小管同士を架橋する構造のみから成り、振

動的な運動を起こすようなモデル系を作成することを目

指している。振動的な運動が観察されたらその性質を解

析するとともに、運動中のダイニンの構造を電子顕微鏡

で解析する。 

 本年度はまず、軸糸外腕ダイニン分子をクラミドモナ

ス鞭毛から抽出し、ATP 存在下での微小管運動活性を

in vitro 運動アッセイによって確認した。次にこのダイ

ニン分子を微小管に結合させ、二本の微小管の間にダイ

ニンが規則的に並んだ複合体を作成した。作成したダイ

ニン微小管複合体に caged ATP を加え、ATP 放出後の

動きを蛍光顕微鏡で観察することにより、効率的に運動

が起こる条件を検討した。続いて、この複合体の微小管

同士を架橋する構造として、長さ80 nm 程度の DNA 折

り紙構造体を作成し、変異体キネシンを介して微小管に

結合させた。現段階では、低濃度のダイニンを用い、複

合体あたりのダイニン分子の数が少ない時には、DNA

折り紙架橋によって複合体の解離を抑制することができ

た。微小なビーズを微小管に結合させ、光ピンセット法

を用いることによって、架橋された複合体中の微小管の

運動を観察することができた。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］分子モーター、鞭毛・繊毛、電子顕微鏡、

生物物理 

 

［研 究 題 目］サル内包梗塞モデルを用いた身体表現適

応機構の解明 

［研究代表者］肥後 範行（人間情報研究部門） 

［研究担当者］肥後 範行、村田 弓、山田 亨 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

核磁気共鳴画像法（MRI）、陽電子放出断層撮影

（PET）、近赤外脳機能計測法（fNIRS）など、非侵襲

的に脳活動を計測する技術が複数知られている。これら

の手法の欠点の一つとして、正確に計測するためには頭

部を固定化して不動化しなければならず、自然な動きを

行っているときの脳活動計測が難しい点が挙げられる。

この欠点を解消し、頭部を固定しない随意運動下のサル

の脳活動を計測するための fNIRS システムを連携研究

者である山田亨とともに構築した。頭部の動きに伴うノ

イズを最小化するため、プローブの強固な頭部への固定

を行うとともに、fNIRS 計測時の近赤外光の時間及び

空間的伝播をシミュレーションによって求め、サルの脳

活動を計測するために最適なプローブ間隔を決定した。 

これまでに連携研究者である村田弓と研究代表者が確

立した動物モデル、すなわち脳卒中の好発部位である内

包後脚に局所的な脳梗塞を作成したマカクサルを使用し、

上肢運動の回復過程で生じる脳活動の変化を調べた。第

一次運動野の手領域からの下行路が通る内包後脚に血管

収縮作用を持つ薬剤（Endothelin-1）を投与し、局所

的な微小梗塞を作成した。梗塞作成直後は上肢運動に麻

痺が生じるものの、上肢運動訓練を行うと梗塞約1ヶ月

経過後に把握動作の回復が見られた。梗塞前と梗塞後の

回復時における、到達把握課題を行っているマカクサル

の脳活動を、上述した「マカクサル非拘束運動時脳活動

計測 fNIRS システム」によって計測した結果、回復時

には使用した上肢と対側半球の運動前野腹側部の脳活動

が上昇することが明らかになった。 

運動前野腹側部の脳活動と上肢運動の回復との因果関

係を検証するために、回復時に GABA のアゴニストで

あるムシモールを運動前野腹側部に注入しこの領域の活

動を一過性に抑制した。その結果、運動前野腹側部の抑

制にともない巧緻動作の障害が再発したことから、この

領域の活動が巧緻動作の回復に重要な役割を果たしてい

ると考えられる。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］リハビリテーション、身体性システム、

機能回復、神経可塑性、把握動作 

 

［研 究 題 目］疑似制約による上肢機能の変容・適応過

程の解明 

［研究代表者］宮田 なつき（人間情報研究部門） 

［研究担当者］宮田 なつき、米岡 裕也、髙橋 玲子 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

上肢の運動機能が疾病により制約された患者に対する

リハビリテーション計画を立てたり、そうした患者にと

っても使いやすいユニバーサルデザイン製品を作るため

には、制約と、その制約下にある手により実現可能なタ

スクとの関係を理解しておく必要がある。しかし、すで

に機能制約が生じてしまった患者を多数集め、指標とな

るデータを網羅的に取得することは倫理的に難しい。そ

こで本研究項目では、健常者の手の機能を人工的に制約

し疑似的な機能制約状態を作り出して観察対象とするこ

とで、機能制約に応じた人の上肢の挙動変容過程を明ら

かにし、挙動を予測・評価可能とすることを目指してい

る。具体的には、機能制約の対象として関節可動域に、

手の実現するタスクとして把持に着目し、可動域の制約

により、把持の仕方がどのように変容するかを明らかに

することを目的として進めた。 

本年度はまず、健常な手の母指可動域を人工的に制約

する方法として、非伸縮性の医療用テープを用いた方法

を検討した。把持において重要な役割を果たす母指の制

約を試み可動域を計測したところ、目標通りの制約が可

能であることが確認できた。また、母指可動域制約の有

無により、代表的な2つの物体把持形態（握力把握およ

び精密把握）がどのように変化するかを被検者1名につ

いて調査した。10回の繰り返しに伴い、初期には健常

時と同様の接触領域を使おうとしていた被験者が、最終

的には母指の側面を使用した把持に移行している様子が
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観察された。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］デジタルヒューマン、手、関節可動域、

人工的制約、把持、接触領域 

 

［研 究 題 目］モバイル生体センシング基盤における分

散複合イベント処理に関する研究 

［研究代表者］幸島 明男（人間情報研究部門） 

［研究担当者］幸島 明男、河本 満、車谷 浩一 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、利用者が持つスマートフォンやモバイル

センサデバイス等から得られる複数の時系列センシング

データを分散複合イベントとして統合的に処理すること

で、高齢者等の身体・生活状況を家族等の小グループに

より見守ることを可能にする、Peer-to-Peer（P2P）方

式のモバイル生体センシング基盤について研究開発を行

っている。 

本年度は、分散複合イベント処理を実現するための基

盤技術として、市販の腕時計型端末を用いて、他の複数

の端末から並行して送信されるセンシングデータを安定

して受信するためのメッセージ制御機構について設計・

実装を行った。また、無線 LAN 通信を用いたモバイル

デバイス間の時刻同期の仕組みについて、マスターデバ

イスを GPS/PPS 信号により時刻同期された Linux デ

バイス、スレーブデバイスを腕時計型端末として、同期

を行うプロトタイプシステムを作成した。今後の日常の

身体・生活状況のセンシングデータからの複合イベント

処理の実現に向けて、おおむね妥当な時刻同期性能が得

られた。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］モバイル、生体センシング、見守り 

 

［研 究 題 目］喉頭全摘出者の代替発声を対象とした声

質改善装置の研究開発 

［研究代表者］佐宗 晃（知能システム研究部門） 

［研究担当者］佐宗 晃（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 音声は最も重要なコミュニケーション手段であり、高

齢者のみならず人が充実した社会生活を送るために欠か

せない要素である。しかし、喉頭がんの進行により喉頭

全摘手術を余儀なくされ、自分の声を失う高齢者は少な

くない。不幸にして喉頭全摘出となった場合、電気式喉

頭や、ゲップを音源とする食道発声法などの代替発声法

が利用されるが、習得が困難で、明瞭性や自然性が大幅

に劣化する。本研究課題では、食道発声音声から直接観

測できないゲップ音源と声道特性とを高精度に分離し、

喉頭全摘出前に収録した自分の音声から推定した声帯音

源と入れ替えて音声を再合成することで、もとの声質に

近い発声を可能にする声質改善装置の研究開発を目的と

する。 

 研究代表者は、声道フィルタを Auto-Regressive

（AR）フィルタで、声帯振動による駆動源を Hidden 

Markov Model（HMM）で表現する AR-HMM に基づ

いた音声分析法を提案し、高基本周波数音声の分析にお

いて著しく分析精度が劣化するという従来法の問題点を

大幅に改善できることを示している。H29年度はこの

AR-HMM 音声分析法を食道発声音声に適用し、声道特

性とゲップ音源のより高精度な分離の実現を試みた。具

体的には、食道発声音声から推定した声道特性に音源の

特徴が残留する場合が生じることを実験的に確認した。

更に詳細な解析を行った結果、音源の残留特徴は声道フ

ィルタの実軸上の極として現れることを明らかにした。

この結果を踏まえて、そのような極の発生を抑制する制

約条件を導出し、それを組み込んだ新しい AR-HMM 分

析法を構築した。そして、最も精度が良いとされる従来

法と比較して、提案法の精度が良くなる傾向があること

を実験的に確認した。 

［領 域 名］情報・人間工学   

［キーワード］音声分析、声質改善、食道発声音声 

 

［研 究 題 目］自己集積性の低分子有機物を吸着剤とし

て使用する含油排水処理技術の開発 

［研究代表者］小木曽 真樹（機能化学研究部門） 

［研究担当者］小木曽 真樹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、含油排水処理用の吸着剤として一定の成果

を示した自己集積性の低分子有機物を実用化に繋げるた

め、『分散→吸着→分離→有価物の回収→再生』までの

各処理操作における要素技術を抽出し、個々あるいは相

互に関連させながら基礎研究を行うことで、高機能化と

低コスト化を両立し、既存吸着剤を代替しうる競争力を

持つ排水浄化技術を開発することを目的とするものであ

る。 

平成29年度は、まず浄化システム全体よりも吸着剤

そのものの高機能化に注力した。最初に「分散性の向上」

を目的とした基礎研究を行った。分散性を向上させるた

めに、ポリエチレングリコール鎖等の親水基を結合する

ことで表面物性を調整した新規の低分子有機物を合成し、

分散性を向上させることに成功した。また、エマルショ

ンの調整法に倣い、食品添加物など低環境負荷の乳化剤

や高分子を併用することで、自己集積型ナノ構造体の分

散性を向上させることにも成功した。次に「吸着力の向

上」を目的とした基礎研究を行った。特に、これまで能

力不足であった水溶性有機物の吸着力を向上するため、

新たな低分子有機物の分子設計および合成を行った。そ

の中で、例えば親水部のグリシルグリシンにピリジル基

を導入した低分子有機物が、フェノールなどの水溶性有

機物に対して高い吸着力を持つことを明らかにした。ま

た、疎水部としてオレイン酸など不飽和炭化水素を導入
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することで、芳香族化合物や油脂に対して吸着力が向上

することも明らかにした。 

［領 域 名］材料・化学   

［キーワード］排水処理、自己集積、吸着 

 

［研 究 題 目］がん抗原特異的抗腫瘍免疫の増強と免疫

抑制の是正を同時に実現するがんワクチ

ンの開発 

［研究代表者］王 秀鵬（健康工学研究部門） 

［研究担当者］王 秀鵬、伊藤 敦夫 

（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 従来のがん免疫治療技術（がんワクチンや免疫チェッ

クポイント阻害剤）では、がん抗原特異的抗腫瘍免疫の

刺激または免疫抑制の是正のいずれか一方のみに重点が

置かれ、それらの両方を効果的に発揮させる研究は少な

い。そのため、がんワクチンは抗腫瘍免疫の増強が重視

され、免疫抑制の是正が軽視されてきたため、臨床での

有効性は不十分とされてきた。一方、免疫チェックポイ

ント阻害剤（抗 PD-1抗体や抗 PD-L1抗体や抗 CTLA-4

抗体）が免疫抑制を是正して、がんの治療効果を高める

ことがわかってきた。しかし免疫チェックポイント阻害

剤はがん抗原特異的抗腫瘍免疫を刺激できないため、が

ん抗原特異的抗腫瘍免疫の増強と免疫抑制の是正を同時

に且つ効果的に実現する新規がんワクチンはがん免疫治

療技術を飛躍的に向上させるものと期待できる。 

 本年度は、組成・孔径・サイズを制御したワクチン用

のナノ粒子を合成した（メソポーラスシリカ、ヒドロキ

シアパタイト、ナノシート材料など）。がん抗原や免疫

刺激物質等をこれらの粒子に担持し、新規がんワクチン

の候補物質を開発した。開発したがんワクチンの候補物

質はがん抗原の徐放特性を示した。一部の候補物質の安

全性、および抗がん活性評価を行った。その結果、これ

らの新規がんワクチンの候補物質が抗がん免疫活性を示

すことを確認した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］アジュバント、メソポーラスシリカ、孔

径、サイズ 

 

［研 究 題 目］抗炎症作用を有する機能性タンパク質フ

ィルムの創製と炎症性疾患治療への応用 

［研究代表者］山添 泰宗（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］山添 泰宗、栗之丸 隆章 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 炎症性疾患の病変部では、過剰な活性酸素や炎症性サ

イトカインが存在し、病気の悪化の原因となっている。

そこで、炎症性疾患の治療薬として、活性酸素を除去す

る酵素や炎症性サイトカインに結合する抗体などのタン

パク質が注目されている。本研究では、4種類のタンパ

ク質（SOD、カタラーゼ、抗体、アルブミン）を用い

て、活性酸素や炎症性サイトカインを除去する機能を備

えたタンパク質フィルムを作製し、潰瘍性大腸炎やクロ

ーン病などの腸炎の治療に応用することを目的としてい

る。 

 本年度は、タンパク質フィルムの作製やフィルムの

in vivo 評価に用いる腸炎モデルマウスの作製を行った。

タンパク質フィルムに関しては、抗体を疎水性の基板に

吸着させた後、その基板上に架橋したアルブミン、

SOD、カタラーゼ溶液を加え、乾燥させるという手順

で、フィルムの内部に SOD とカタラーゼが、また、フ

ィルムの表面に抗体が組み込まれたフィルムを作製する

ことができた。フィルムを作製する際、基板からフィル

ムを剥離する工程があるが、界面活性剤への暴露や加熱

処理など、様々な手法で剥離することにも成功した。 

 フィルムの抗炎症効果の in vivo 評価に用いる腸炎モ

デルマウスについては、ヒトの潰瘍性大腸炎と似た症状

を示し、モデル動物として広く用いられているデキスト

ラン硫酸ナトリウム（DSS）誘発性腸炎マウスの作製

を行った。マウスに投与する DSS の濃度、期間、分子

量など本研究に適した実験条件を絞り込んだ。また、タ

ンパク質フィルムをマウスの大腸の炎症部に接触させる

ために、シリコン製のチューブの外表面にタンパク質フ

ィルムを貼りつけたデバイスを作製した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］炎症性疾患、活性酸素、タンパク質、フ

ィルム、マウス 

 

［研 究 題 目］高齢者・視覚障害者（ロービジョン）の

ためのダイナミック・サインの研究 

［研究代表者］伊藤 納奈（人間情報研究部門） 

［研究担当者］伊藤 納奈、渡邊 洋（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

高齢者やロービジョン（全盲ではない視覚障害者）は

視機能の低下により、重要な公共サイン、避難や災害情

報をともすると見逃す可能性がある。近年プロジェクシ

ョンマッピングや津波避難情報など、アニメーションや

点滅のような動的で複雑な情報案内が多方面に急速に広

がりつつある。このような動きや時間的な変化のある視

覚情報を用いた案内表示をここでは“ダイナミック・サ

イン（動的なサイン）”と呼ぶ。今後急速に拡大するダ

イナミック・サインを確実に伝達させることは、高齢

者・障害者配慮の観点でも必須となる。本研究では、新

しいダイナミック・サイン開発のための、ロービジョン

や高齢者に見やすい動的な文字や記号等の設計方法につ

いて実験的に検討することを目的とする。 

平成29年度は、実験環境構築を行った。平成30年度

は被験者実験を行う予定である。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］ロービジョン、ダイナミックサイン、視
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認性 

 

［研 究 題 目］時間と質感の接点－質感によって符号化

される多感覚情報の時間ずれについての

検討－ 

［研究代表者］藤崎 和香（人間情報研究部門） 

［研究担当者］藤崎 和香（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

質感は空間や時間とともに感覚モダリティをまたぐよ

うに存在する。感覚モダリティをまたぐように存在する

情報は異なる感覚間をつなぐ重要な手がかりとなるだけ

でなく、感覚統合の結果としてまた新たな知覚体験を生

起させる。本研究はこれまで個別に研究されてきた時間

知覚と質感知覚の関係性を多感覚統合の観点から明らか

にすることを目的とする。具体的には、感覚モダリティ

をまたがった情報間の時間ずれが、直接同時性や同期性

を訊くと識別できない場合であっても、質感知覚として

符号化されると識別できる場合について、その符号化の

メカニズムや情報処理の階層性を解明することを目指す。 

今年度は、自分の動作と感覚フィードバックとの間に

遅延を挿入し、被験者に同時性判断と質感判断を同時に

行っていただく予備的観察を行った。今回の予備的観察

結果を参考にして、今後、質感判断と同時性判断の順番

や、一度に訊く質問項目数のボリュームなどを調整して

いく予定である。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］時間知覚、質感知覚、同時性判断、感覚

フィードバック 

 

［研 究 題 目］流動場分離法に立脚したナノセルロース

の長さ・形状評価手法の確立 

［研究代表者］加藤 晴久（物質計測標準研究部門） 

［研究担当者］加藤 晴久、中村 文子、伴野 秀邦 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 ナノセルロース等異方性ナノ材料の評価を散乱法や顕

微鏡法で精確評価するためには、前段に分級法を用い、

ある程度の長さならびに形状を整える必要がある。長

さ・形状分布が散乱法における評価精度や顕微法評価に

おけるアンサンブル評価への影響を与えることは明快で

あり、一方でナノセルロースはサイズ範囲が広いことか

らサイズ排除クロマトではその広いサイズ範囲を網羅し

た分級を行うことはできない。またナノセルロースは粉

体状態においては凝集が強く、これを可能な限り分散す

るための手法を検討する必要がある。 

 H29年度は上記課題を解決するために、まず異なる合

成法により調製されたナノセルロースの水中分散法の開

発を主に実施した。さらに分散試料に関し、その長さ・

サイズ分級を流れ流動場分離法を用いた分級方法・条件

の確立を実施した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］流動場分離法、非球形状粒子、長さ分布、

光散乱法、電子顕微鏡 

 

［研 究 題 目］質量単位キログラムの定義改定のための

原子空孔濃度の精密計測 

［研究代表者］水島 茂喜（工学計測標準研究部門） 
［研究担当者］水島 茂喜（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 X 線結晶密度法を用いた新しいキログラムの実現では、

浮遊帯法で成長させた28Si 単結晶球体が使用される。結

晶に高濃度の原子空孔が含まれる場合、その濃度に応じ

た質量欠損補正を加える必要がある。現在、アボガドロ

国際プロジェクトでは、陽電子消滅寿命法を利用して決

定した原子空孔濃度3.3 (1.1)×1014 cm–3が採用されてい

る。これは、質量に換算すると、1 kg 単結晶球体に対

して6.6 (2.2) µg である。この値の信頼性を高めるため

には、独立した別の方法で決定し、測定値を比較する必

要がある。本研究の目的は、28Si 単結晶中の原子空孔濃

度を電子スピン共鳴法を利用して精密に測定し、キログ

ラムを実現する際に必要な質量欠損補正量を独立に決定

することである。 

 平成29年度は、① 28Si 単結晶試料の精密な切り出し、

鏡面研磨、精密洗浄、② 温度25 K での電子スピン共鳴

スペクトルの取得、③ スペクトルデータの解析、を行

った。データ解析の結果、結晶中の原子空孔濃度は、こ

れまで採用されてきた値3.3 (1.1)×1014 cm–3よりも遥か

に低く、電子スピン共鳴法で同定可能な9種類の原子空

孔に対して、検出限界1×1012 cm–3未満であることが判

明した。結果として、これらの原子空孔による質量欠損

補正量は、1 kg 単結晶球体に対して0.4 µg 未満である

と決定できた。本研究の成果は、国際会議 CPEM 2018

で発表される予定である。 

［領 域 名］計量標準総合センター 
［キーワード］電子スピン共鳴、キログラム、シリコン

単結晶、原子空孔 

 

［研 究 題 目］集積型量子電圧雑音源を用いたジョンソ

ン雑音温度計による熱力学温度の精密測

定 

［研究代表者］浦野 千春（物理計測標準研究部門） 

［研究担当者］浦野 千春、山田 隆宏、中野 享、 

金子 晋久、山澤 一彰 

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 国際単位系 SI は2018年に国際度量衡総会で改定が決

議され、2019年には利用が開始されることが予定され

ている。新しい国際単位系ではボルツマン定数は現在定

義値として扱われている光速と同様に定義値となる。こ

のため温度測定の基準であるボルツマン定数という極め
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て重要な基礎物理定数の決定に、客観的確証を高い精度

で与えることが求められていた。 

 我々は超伝導エレクトロニクス技術を駆使して開発し

た集積化量子電圧雑音源を基準信号源として用いたジョ

ンソン雑音温度計を開発した。この装置を用いて測定し

た抵抗器の熱雑音のパワースペクトル密度と、別途精密

に測定した抵抗温度計の抵抗値、および抵抗器の温度

（水の三重点温度、273.16 K）をジョンソン・ナイキ

ストの式に代入することにより、ボルツマン定数を求め

ることができる。この測定システムを用いて抵抗器の熱

雑音を7日間断続的に測定し、積算されたデータからボ

ルツマン定数を精密に求めた。測定システムの不確かさ

評価も合わせて行った。我々が求めたボルツマン定数の

値は2014年の CODATA 値と比べて約3 ppm の違いが

見られたが、この差異は相対的合成不確かさである10.2 

ppm の範囲内である。我々が測定したボルツマン定数

値は、他の独立な測定方法と整合し、その定義値決定の

正当性を確固とした。これにより、改定予定の国際単位

系におけるボルツマン定数の決定に貢献した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］SI 単位、熱力学温度、ケルビン、ボル

ツマン定数、熱雑音、ジョセフソン接合 

 

［研 究 題 目］ヘテロジニアスモデリングによるアダ

プティブ溶液プロセスシミュレーション

手法の開発 

［研究代表者］米谷 慎（フレキシブルエレクトロニク

ス研究センター） 

［研究担当者］米谷 慎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、溶液プロセスによる有機半導体薄膜

形成メカニズムを解明・解明するためのヘテロジニアス

分子モデリングを用いたアダプティブシミュレーション

手法を確立することにある。本研究では、有機半導体薄

膜の溶液プロセスの分子シミュレーションにおいて、溶

液を構成する溶質・溶媒それぞれを粗視化度の異なるモ

デルを組み合わせたヘテロジニアスなモデリングを用い、

さらにその粗視化度を、溶液濃度の変化等の系の発展に

応じてダイナミックに変化させるアダプティブシミュレ

ーションを可能にすることを目指す。 

H29年度は、上記手法の開発を行うのに最も適した具

体的な溶液系の検討を行い、有機溶媒のみならず、水溶

媒も含む、より広範囲の溶媒・溶液系の系統的な研究を

考慮し、ターシャルブチル置換修飾した有機溶媒可溶性

フタロシアニンおよび、スルホン酸ナトリウム置換修飾

した水溶性フタロシアニンの溶液系を選択し、その溶

媒・溶液の基本的な分子モデリングと溶液挙動の確認を

行った。次に、手法開発の基盤としている粗視化モデリ

ングツール VOTCA-CSG の、特に段階的な粗視化モデ

リング機能を、水、トルエン等の具体的な溶媒分子に関

して確認し、上記の可溶性フタロシアニン溶質分子との

溶液系の基礎検討をおこなった。 

上記により、溶媒粗視化度を、溶液濃度の変化等の系

の発展に応じてダイナミックに変化させるアダプティブ

シミュレーション手法の開発の基盤を築くことができた。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］モデリング 粗視化 シミュレーション、

溶液プロセス 

 

［研 究 題 目］最適化量子モンテカルロ法に基づく高温

超伝導機構の研究 

［研究代表者］柳澤 孝（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］柳澤 孝、長谷 泉（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 電子系の多体の波動関数を最適化し、その最適化され

た波動関数に基づいてモンテカルロ法を開発した。これ

まで世界中において研究されてきた多くの波動関数と比

較して、我々の波動関数が最適の波動関数であることが

明らかになった。 

 エネルギースケールが大きい相互作用により超伝導が

引き起こされるならば、高温超伝導は可能である。ハバ

ードモデルにおいて、クーロン相互作用を起源として超

伝導が引き起こされることは明らかになったと言って良

い。特に、電子間に強い相関が働く強相関領域において

高温超伝導が可能であることが明らかになった。物質に

は多くのバンドパラメーター、相互作用パラメーターが

存在し、それらの空間において、超伝導に最適な領域は

どこかというのが重要な問題である。超伝導と他の秩序

との競争および競合、特に反強磁性秩序との競合が重要

である。ハバードモデルにおいては、クーロン相互作用

U がバンド幅よりも大きい領域において、反強磁性が

抑えられ超伝導が最適となる。三バンドの d—p モデル

においてはより複雑であることが明らかになった。d 電

子と p 電子のレベル差が重要なパラメーターであり、

弱相関から強相関へと移り変わる領域が重要であること

が明らかになった。最適なパラメーター領域を明らかに

する。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］高温超伝導、高温超伝導メカニズム、多

体電子系、最適化波動関数、モンテカル

ロ法 

 

［研 究 題 目］火山体崩壊：マグマ供給系及び噴火様式

への影響 

［研究代表者］石塚 治（活断層・火山研究部門） 

［研究担当者］石塚 治（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本年度は、（1）ペレ火山噴出物採取及び海底掘削試

料及びペレ火山陸上部採取試料の分析解析を実施する、

（2）国内の火山体崩壊を起こす火山（磐梯山、浅間山）
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についての調査を開始する、ことを計画した。 

（1）の調査については、2018年2-3月に、フランスの

共同研究者らとともに実施した。目的は、1）火山体崩

壊イベント前後の火山噴出物及び14C 年代測定用試料の

系統的採取、2）掘削試料に認められる火砕流の噴出位

置及び山体崩壊の発生位置と時期を特定するための地質

調査、であった。調査ではペレ火山の約25000年前の山

体崩壊イベントの前後の火山噴出物を中心に試料採取を

行った。また数地点において噴出物とともに木炭等の

14C 年代測定用試料を採取、これまでに3000–20000年

前の年代を得た。現在噴出物の化学組成及び40Ar/39Ar

法による直接年代決定の準備を行っている。これらの分

析が完了すれば、山体崩壊イベント前後のマグマの化学

組成変化を解明できると考える。 

 一方（2）については、浅間山火山で2回、磐梯山火

山で1回の調査、試料採取を実施した。その結果、浅間

山火山では複数地点の露頭で約23000年前の山体崩壊イ

ベントの前後の噴出物の採取に成功した。分析作業を進

めており、マグマ化学組成の時間変化が明らかになりつ

つある。磐梯山火山については、予察的な試料分析を実

施、より時間分解能を高めた研究が可能か、検討を行っ

ている。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］火山体崩壊、ペレ火山、火山噴出物、浅

間山火山、磐梯山火山 

 

［研 究 題 目］前弧堆積盆の累積様式から島弧前縁のひ

ずみ履歴を復元する手法の開発 

［研究代表者］野田 篤（地質情報研究部門） 

［研究担当者］野田 篤、宮川 歩夢、山田 泰広（海

洋研究開発機構）、芦 寿一郎（東京大

学）（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

沈み込み帯における重要な構成要素の一つである前弧

堆積盆は、島弧の隆起・削剥・気候・火成活動などの履

歴を高解像度で保存するだけでなく、島弧前縁の変形履

歴を反映した形状変化や埋積様式を示している。しかし、

プレート境界での物質的・力学的な変動に対する前弧堆

積盆の応答の詳細は良く分かっていない。本研究の目的

は、プレート収束境界における物質収支が島弧前縁の様

式（付加体型・非付加体型）を決めるとともに前弧堆積

盆の形態にも影響を与えるとの仮定のもとに、島弧前縁

のひずみ履歴と前弧堆積盆の傾動・沈降・埋積過程との

相互関係を明らかにすることである。 

本研究では、東京大学大気海洋研究所に設置されてい

るアナログ実験装置を用いて、前弧堆積盆の形成実験を

行う。実験では、外側ウェッジとバックストップとの間

に前弧堆積盆を作り、外側ウェッジの短縮を累積させな

がら堆積盆に土砂を埋積させ、外側ウェッジおよび外縁

隆起帯に対する前弧堆積盆の埋積様式の変化を調べる。 

平成29年度は、押し出しタイプからシート引きタイプ

へ実験装置を改造するとともに、基本的な前弧堆積盆形

成実験を行った。今年度の1回目の実験（2017年10月10

日～10月13日）では、改造前の押し出しタイプの実験

装置に木製のバックストップを組み合わせて、付加体と

バックストップとの間に前弧堆積盆を作成する実験を行

った。2回目の実験（2018年1月22日～2月2日）は、シ

ート引きタイプの実験装置への改造後に、1回目と同様

の実験を実施した。いずれの実験においても、バックス

トップの傾斜面に沿って発達するバックスラストが外縁

隆起帯を形成し、その陸側に前弧堆積盆に相当する凹地

が作成された。実験中の一定時間ごとに、予め設定した

分量の砂を凹地に投入することで、堆積盆を埋積する層

序の時間変化が追跡できるようになった。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］地球科学、沈み込み帯、堆積盆、付加体、

アナログ実験、数値シミュレーション 

 

［研 究 題 目］クラスレート水和物の構造相転移を誘発

するゲスト分子の挙動の解明 

［研究代表者］竹谷 敏（物質計測標準研究部門） 

［研究担当者］竹谷 敏（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

クラスレート水和物の一種であるガスハイドレートに

関し、結晶構造の安定性評価と、昇温にともなう構造変

化の理解を目的に、位相差 X 線イメージング法による

内部構造の非破壊観察と、粉末 X 線回折法による分解

速度の定量測定のため、以下の実験を実施した。 

 低温型位相コントラスト X 線 CT 測定法を用い、200 

K 以上の温度制御条件下において、ガスハイドレート

の内部構造の均一性・不均一性の精密評価、さらに、温

度変化に伴うハイドレートの形態変化の観察を実施した。

位相差 X 線イメージング法の中でも、屈折コントラス

ト法を用い、テトラヒドロフラン（THF）ハイドレー

トと氷の共存サンプルに対し、昇温時における分解過程

の測定を行った。THF ハイドレートの分解過程におけ

る構造変化と、それに付随する氷～水への融解過程の可

視化を行った。 

 粉末 X 線回折法を用いた結晶構造解析では、THF と

テトラヒドロピラン、炭化水素であるシクロペンタンの

構造解析を実施した。さらに、これまでに報告されてい

るプロパン、トリメチレンオキサイド、プロピレノキサ

イドといったゲスト分子を包接するハイドレート構造と

のケージ構造の相関について調べた。ゲスト分子が異な

る場合の、ケージ構造のゲスト分子依存性について検討

し、ゲスト分子サイズだけではなく、分子の官能基等が

及ぼす影響が、明らかになった。 

 次年度は、これらの知見をもとに、両測定手法を併用

し、ガスハイドレートの結晶構造の安定性評価と、昇温

にともなう構造変化の理解を深めていく。 
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［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］X 線構造解析、X 線 CT、ガスハイドレ

ート 

 

［研 究 題 目］分子リソグラフィーに向けた分子集積技

術の開発 

［研究代表者］吉川 佳広（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］吉川 佳広（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、規則的かつ大面積で有機分子を基板上に

集積化する手法を開発し、集積化した有機分子の二次元

構造を用いて、シングルナノスケールのリソグラフィー

技術を創製することを最終目標としている。そのために

本研究では、（1）分子を規則的に配置する手法、（2）

外部刺激で分子配列を制御する方法、および（3）垂直

方向への積層集積法を開発し、分子ナノパターン構造を

用いた分子リソグラフィー技術の基礎技術を確立するこ

とを目的としている。 

 平成29年度は、最終的にリソグラフィーに用いる分

子の各機能部位の合成と構造評価を実施した。具体的に

は、二種類の光応答性分子を合成した。すなわち、光照

射で分子配列の制御が可能と考えられるアゾベンゼンに、

基板への吸着部位および分子間相互作用部位として機能

するアルキル鎖を導入したアゾ化合物を合成した。また、

紫外光照射で脱離・除去が可能な o－ニトロベンジル部

位を持つ化合物の合成も行った。各化合物が合成できて

いることは、核磁気共鳴スペクトルおよび赤外分光光度

計で確認した。次いで、これらの化合物が高配向グラフ

ァイト上に形成する物理吸着膜の構造を走査型トンネル

顕微鏡（STM）で解析し、いずれも規則的な二次元構

造を形成できることを確認できた。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］リソグラフィー、自己組織化、走査型ト

ンネル顕微鏡 

 

［研 究 題 目］構造制御した固体光アップコンバージョ

ン材料の三重項励起子拡散異方性の解明 

［研究代表者］溝黒 登志子（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］溝黒 登志子 

金坂 青葉（茨城大学） 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、三重項-三重項消滅（TTA）過程を利用

した光アップコンバージョン（UC）を示す分子固体材

料へ、制御された方法で異方性を導入することにより、

その異方性が三重項励起子の拡散距離に与える影響を解

明する。異方性を持たせた励起子拡散が可能になれば、

三重項励起子の密度の低下を防ぎながらその伝達が可能

になり、UC 効率の向上等に繋がる。このため、基板上

に配列制御した UC 発光性薄膜を作製する方法を開発

するとともにその構造評価、UC 発光特性を調べる。さ

らに電流励起型 UC 材料を作製してその発光特性を調

べることで、電流注入による励起子拡散の異方性を評価

することができると考えられ、この評価法の開発を行う。

これらにより三重項励起子拡散長の異方性の解明を進め

る。 

 平成29年度は、構造に異方性を導入した発光体薄膜

作製手法を開発した。まず発光体に炭素数が異なる複数

のアルキル置換基を導入した材料を新規合成した。次に、

基板面内に高分子主鎖が平行に配列した薄膜（膜厚～5 

nm）を基板上に塗工し、その上に新規合成した発光体

薄膜を製膜することで、発光体分子の基板面内の配向が

誘起されることを見い出した。一方、基板上に配向高分

子薄膜を塗工せずに製膜した発光体薄膜においては、基

板面内異方性が確認されなかった。このように、配向高

分子薄膜を基板上に塗工することで、発光体分子の基板

面内の配向誘起が可能であることを見い出した。 

 なお、アルキル置換基を有しない発光体は、配向高分

子薄膜上に製膜してもほとんど面内配向しないことが分

かり、アルキル置換基が分子の面内配向を誘起すること

を見い出した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］光物性、構造・機能材料、複合材料・物

性、光アップコンバージョン、励起子拡

散長 

 

［研 究 題 目］DNA を利用した一細胞代謝解析のため

の酵素固定化電極の開発と心筋細胞評価

への応用 

［研究代表者］平野 悠（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］平野 悠（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 細胞の代謝は、必要なエネルギーなどを生産するプロ

セスであり、代謝経路と呼ばれる複雑な化学反応により

構成されている。細胞の代謝の評価は、疾病や分化の指

標となることから、医薬品や再生医療などの研究開発に

おいて不可欠となっている。しかしながら、従来の細胞

の代謝活性測定では対象となる細胞群が均質でない場合

が多く、定量性が課題となることがあった。そこで、本

研究では、マイクロ電極に複数種の酵素を固定化し、細

胞近傍などの局所の代謝物濃度をリアルタイムで観察す

る技術を開発し、細胞にダメージを与えることなくその

動態を観察できる走査型電気化学顕微鏡（SECM）と

組み合わせて、一細胞レベルでエネルギー代謝を評価す

ることを目指している。 

平成29度は、細胞の代謝物を評価するために、マイ

クロ電極表面に DNA を足場として複数種類の酵素を固

定化して局所の代謝物などを評価可能なセンサプローブ

の開発を進めた。また、心筋細胞などのエネルギー代謝

は温度や pH などの培養環境の変化に影響を受けること
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から、SECM を利用してこれらの細胞を正確に評価す

るために、培養環境下で長時間、安定して測定するため

の技術開発を進めた。ここでは、足場として DNA 二本

鎖間を非可逆的にクロスリンクしたクロスリンク型

DNA などを利用し、酵素間や電極間との配置、各固定

化酵素の数の比、測定条件を金電極により検討した。ま

た、電極表面の立体構造についても検討し、ナノメート

ルサイズの凹凸を形成することで酵素の固定化が効果的

にとなる可能性を見出した。 

［領 域 名］生命工学   

［キーワード］電気化学、マイクロ・ナノ電極、DNA、 

細胞 

 

［研 究 題 目］有効磁気モーメント法と定量磁気共鳴法

の組み合わせによるフリーラジカル数分

析 

［研究代表者］松本 信洋（物質計測標準研究部門） 

［研究担当者］松本 信洋、伊藤 信靖（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 有効磁気モーメント法は、試料に一定磁場を印可しな

がら磁気モーメントの温度依存性を測定・解析すること

によって、試料中に含まれているフリーラジカルの個数

を物理量の測定値と物理定数等から直接得ることが可能

な非破壊的定量分析法である。その磁気モーメントの測

定では、超伝導量子干渉計（SQUID）を使用する。し

かしながら、現状では、磁気モーメント測定値の再現性

による不確かさは1.8 %であり、有効磁気モーメント法

における分析値の不確かさが大きい主要因となっている。

通常、粉末状試料はゼラチンカプセルの底に入れて測定

されることが多い。今年度は主に、SQUID による磁気

モーメント測定値の再現性向上を目的として、カプセル

封入粉末試料よりも点双極子に近い理想的な試料である

直径1 mm の鉄イットリウムガーネット（YIG）単結晶

球を選択し、その磁気モーメント測定値の再現性向上を

試みた。SQUID 装置の一部である円筒形の試料空間の

中心軸（z 軸）に対してΦ方向に回転させながら磁気モ

ーメントを測定した結果、Φが0°から360°までの磁気

モーメントは正弦波に似た変化を示した。その測定を

13回繰り返した結果、各Φ測定における最小値の相対

拡張不確かさ（暫定値）は0.1 %となった。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］分析化学、絶対定量、磁性 

 

［研 究 題 目］表面高機能化ナノ複合蛍光体による生体

影響ガスセンサに関する研究 

［研究代表者］安藤 昌儀（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］安藤 昌儀、茂里 康（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 省エネや防音のために住宅やオフィスの気密化が進む

につれて、脱臭用等への利用が増えているが一定濃度以

上では猛毒となるオゾンや、建物の内装材や建材から放

散され、シックハウス症候群や化学物質過敏症の原因と

なる揮発性有機化合物（Volatile Organic Compound 

（VOC））に対する生体影響ガスセンサへの要望が高ま

っている。化合物半導体ナノ粒子は量子ドットと呼ばれ

る高輝度蛍光体であり、表面原子の割合が大きいため、

表面状態の僅かな変化によって蛍光強度等が変化する。

本研究は、研究代表者らが最近見出した量子ドットの光

学的なガスセンサ機能を高度化させ、量子ドットに、ガ

スとの反応や吸脱着を促進する触媒活性をもつ成分、あ

るいは蛍光強度増幅とセンサ出力 S/N 比向上に繋がる

局所電場効果等をもつ成分を複合化した表面高機能化光

ナノ複合材料を作製し、高感度・高速応答を示す蛍光利

用型光学式ガス（オゾン、VOC）センサ材料を実現す

ることを目的とする。 

 平成29年度は、表面高機能化光ナノ複合材料として、

空気中の ppm オーダーの低濃度オゾンに感応して可逆

な蛍光強度の消光を示すセレン化カドミウム（CdSe）

系コアシェル型量子ドットと、ガス吸脱着特性・触媒特

性・プラズモン吸収・局所電場効果を有する貴金属ナノ

粒子からなる複合材料の試作を開始し、分散液塗布法と

スパッタリング法を組み合わせた作製法が有効であるこ

とを見出した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］生体影響ガス、光学式ガスセンサ、蛍光、

表面高機能化、光ナノ複合材料、オゾン、

揮発性有機化合物 

 

［研 究 題 目］アニオン交換膜水電解におけるイオン置

換メカニズムの解明 

［研究代表者］伊藤 博（省エネルギー研究部門） 

［研究担当者］伊藤 博（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

アニオン交換膜（AEM）を用いた水電解装置は、低

コストで高性能な水素製造装置として期待されている。

しかしアニオン交換膜は大気中の二酸化炭素（CO2）を

容易に吸収し、膜中水酸化物イオン（OH－）が炭酸イ

オン種（CO32－/HCO3
－）に置換されてしまい、膜のイ

オン導電率の低下を招くという問題がある。一方で水電

解運転によって炭酸イオン種が水酸化物イオンに再置換

される可能性が示唆されている。本研究ではこのイオン

置換および再置換のメカニズム解明することを主要な課

題としている。  

H29年度は、電解中のイオン置換・再置換プロセス解

明に不可欠な高性能電極触媒層の開発に注力した。数多

くの種類の触媒層とそれらを用いた電解実験を行うこと

で、下記のことが明らかになった。1）カソード（水素

発生極）触媒は比較的安価なニッケルを用いることが可

能であるが、白金を用いることで、その性能は飛躍的に

向上する、2）カソードは運転中ほぼドライの状態を維
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持できるので、アニオン交換膜上にアイオノマを結着剤

として触媒を直接塗工する構造が適当である、3）アノ

ード（酸素発生極）は電解液に直接触れるため、化学的

安定性が求められるため、アイノマでは触媒を保持でき

ず、ポリテトラフルオロエチレン（PTFE）を結着剤に

用いて高温で焼成させた構造とする必要がある。このよ

うな構造の電極触媒層を用いることによって、1 A/cm2

までの電流で少なくとも数日間は安定した電解を行える

ことが分かった。次年度以降は、この電極触媒層を駆使

することで効率的な研究進捗を図ることが可能になった。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］水素、水電解、アニオン交換膜、電極触

媒層、結着剤 

 

［研 究 題 目］空中駆動する透明導電性高分子・ナノカ

ーボンハイブリッドアクチュエータの研

究 

［研究代表者］寺澤 直弘（無機機能材料研究部門） 

［研究担当者］寺澤 直弘（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究課題では、高導電率、電気化学的に活性でドー

プ／脱ドープによる特性制御が可能という特徴がある、

導電性高分子、PEDOT（ポリエチレンジオキシチオフ

ェン）・PSS（ポリスチレンスルホン酸）に注目し、透

明性、優れた耐熱性と安定性を有する、空中で駆動可能

な、主に酸化・還元型の PEDOT・PSS イオン液体

（IL）ゲルアクチュエータを開発する。次に、電気二

重層型、ナノカーボン/IL/BP（ベースポリマー）ゲル

アクチュエータを参考に、PEDOT・PSS/ナノカーボン

/IL ハイブリッドアクチュエータ（酸化・還元型及び電

気二重層型）を開発する。 

 具体的には、1）まず初めに、今までのナノカーボン

/IL/BP ゲルアクチュエータに用いられたイオン液体等

を勘案し、市販等の PEDOT・PSS 及びイオン液体、

加えて、研究室合成したイオン液体を用いて、最適の組

合わせ及び構成比を探索する。評価は電極のキャパシタ

ンス及び導電率測定、アクチュエータ素子の曲げ測定

（伸縮率）、発生力測定、弾性率測定（ヤング率）で行

った。2）次に PEDOT・PSS/ナノカーボン/IL ゲルア

クチュエータを用いて、シナジー効果が期待できる空中

駆動可能なハイブリッドアクチュエータ（酸化・還元型

及び電気二重層型）の開発のため、市販等の PEDOT・

PSS、ナノカーボン及びイオン液体を用い、指触ディス

プレイ、パワーアシストスーツ等のアクチュエータに適

用可能な、応答速度に優れ、大きな曲げや発生力を示す

等の、優れた透明アクチュエータ素子の一例を開発でき

た。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］高分子アクチュエータ、ナノカーボン、

透明導電性高分子、空中駆動、指触ディ

スプレイ 

 

［研 究 題 目］金属鉄／窒化鉄ナノ複合軟磁性粉体の創

製 

［研究代表者］山本 真平（磁性粉末冶金研究センター） 

［研究担当者］山本 真平（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 地球環境に優しい輸送手段として、電気自動車やハイ

ブリッドカー等のエコカーの飛躍的な増加が見込まれて

おり、モータを用いる次世代自動車の世界市場は2020

年には現状の約10倍の1500万台規模に達することが予

測されている。モータ用軟磁性材料の市場規模も約750

億円（2020年）にまで成長すると試算されており［株

式会社三菱総合研究所レポート（2015）］、モータの更

なる高性能化・生産の低コスト化を実現する新規軟磁性

材料の開発が強く求められている。現在、ステータのよ

うな軟磁性バルク部材（例：プリウス用モータのステー

タの厚さは90 mm）は、絶縁加工した厚さ数百�m の

電磁鋼板を数百枚程度積層して作製されており、複雑な

工程に由来する高い製造コストが問題となっている。ま

た、高性能化、すなわち飽和磁束密度（Bs）の向上お

よび鉄損の低減に対する要求も根強い。これらを満足す

る新規軟磁性材料として、簡便・安価な粉末冶金プロセ

スによるバルク部材化が可能な粉体形状であり、低鉄損

（＝低磁気異方性かつ高電気抵抗）のみならず高 Bs が

期待できるα-Fe/γ'-Fe4N ナノ複合軟磁性材料の創製を

試みた。3年間のプロジェクトの初年度となる本年は、

α-Fe/γ'-Fe4N ナノ複合軟磁性材料を合成する基本的

なプロセスの構築を行った。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］軟磁性粉体、化学合成 

 

［研 究 題 目］GaN 系共鳴トンネルダイオードでのサ

ブバンド間遷移を用いた高速不揮発メモ

リの開発 

［研究代表者］永瀬 成範（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］永瀬 成範（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、窒化ガリウム系共鳴トンネルダイオード

（GaN 系 RTD）でのサブバンド間遷移を用いることで、

ピコ秒オーダーで動作可能な高速不揮発メモリの実現を

目指している。しかし、この不揮発メモリを実現するに

は、メモリ書き換え動作に対する耐性（エンデュランス

特性）を改善する必要がある。そこで、本年度は、エン

デュランス特性改善に向けて、GaN 系 RTD 中の結晶

欠陥密度がエンデュランス特性に及ぼす影響を調べた。

GaN 系 RTD 中の結晶欠陥密度とエンデュランス特性

の相関を調べた結果、GaN 系 RTD 中の結晶欠陥密度

が低くなるにつれて、エンデュランス特性が改善する傾

向があることがわかった。また、結晶欠陥密度が比較的
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低い素子を用いた場合には、15万サイクルを超える高

い繰り返しのメモリ書き換え動作において、エラーフリ

ー動作を実現できることがわかった。一方で、結晶欠陥

密度が高い素子を用いた場合には、メモリ書き換え回数

が増加するにつれて、メモリ特性が劣化していく傾向が

あった。このメモリ特性の劣化を、GaN 系 RTD 中の

量子準位と欠陥準位の関係から考察した結果、素子の機

械的な破壊によるものではなく、バリア層の欠陥準位を

介した僅かな電子リークに伴ったバンド構造変化に起因

するものであることがわかった。以上のことから、今後

の更なる GaN 系 RTD 中の結晶欠陥密度の低減、ある

いは、量子準位や欠陥準位の制御によって、より高いエ

ンデュランス特性を実現できることを明らかにした。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］電子デバイス・機器、量子井戸、トンネ

ル現象、超高速情報処理 

 

［研 究 題 目］100 V 量子交流標準素子の開発 

［研究代表者］山森 弘毅（ナノエレクトロニクス研究

部門） 

［研究担当者］山森 弘毅（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 ジョセフソン接合アレーを用いた量子電圧標準素子を

開発し、量子化された交流電圧発生させる量子交流電圧

標準を実現する。とりわけ、従来の交直変換標準で高い

精度が得られなかった10 Hz 以下の超低周波の精度を改

善することで、従来は校正が難しかった振動解析、地震

波等の低周波の精度を改善する。また最も需要の大きい

50 Hz においては実効値100 V が強く望まれているにも

関わらずまだ実現されていないので、世界に先駆けて出

力電圧が100 V の量子交流電圧標準を実現することで、

基礎物理、計測標準だけでなく、製造業、電力といった

産業界にも大きく貢献することが期待される。電圧標準

チップの高電圧出力化の手法として、ジョセフソン接合

の高集積化と、マイクロ波分配回路の小型化を検討した。

ジョセフソン接合の高集積化については、ジョセフソン

接合の微小化により、単位長さ当たりの接合数について

2倍の高集積化を実現し、マイクロ波分配回路の小型化

については、集中定数型電力分配回路の採用で約40 %

の専有面積の小型化に見通しを付けた。また、高集積化

と同時に、動作マージンの改善の検討も行った。これま

では素子内のマイクロ波導波路の特性インピーダンスは

50Ωであったが、これを100Ωにすることでマイクロ波

の電極損を減らし動作マージンを改善する検討を行った。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］電圧標準、ジョセフソン接合 

 

［研 究 題 目］電磁力によるトルク計測技術を用いた万

有引力定数の精密測定に関する研究 

［研究代表者］西野 敦洋（工学計測標準研究部門） 

［研究担当者］西野 敦洋（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 万有引力の法則に導入された基礎物理定数の一つであ

る万有引力定数 G は、ねじればかり（弾性体のねじれ

を利用して微小な力を計測するための装置）を使用した

キャヴェンディッシュの実験によってはじめて測定され

た。現在もねじればかりは様々な改良が施され、より精

密な G 測定に関する研究等に用いられている。一方で、

ねじればかりが抱える問題を克服するために、ねじれば

かりによらない新しい G 測定方法も提案されている。

しかし、それらの多くは科学技術データ委員会の基礎物

理定数作業部会から発表された G の推奨値より大きく

ずれていたり、ねじればかりより不確かさが大きかった

りするなど、G 測定の難しさを示す結果となっている。

本研究では、先行研究において開発したキッブルバラン

ス法の原理に基づいた電磁力による微小トルク計測技術

を用いることによって、新しい G 測定方法を提案する

ことが目的である。 

 平成29年度は、電磁力による方法で G 測定を可能に

するために必要な1 nN·m 以下の超微小トルクの計測技

術を確立するために、①光学式リードヘッドを等角度分

割位置に複数配置したロータリエンコーダシステムを搭

載した高精度回転位置決め制御システムの開発、②均一

な磁場を発生させるためのヘルムホルツコイルの開発、

③電圧－カウンタ同時計測システムの開発等を行った。

これらにより、キッブルバランス法の2つの実験モード

の一つである電圧測定モード（均一な磁場中に設置され

た矩形コイルを一定の角速度で回転させ、そのときに生

じる誘導起電力と角速度から、矩形コイルを貫く全磁束

及び誘導起電力が最大となる角度位置を求める実験）に

おいて、角速度及び誘導起電力、そして誘導起電力が最

大となる角度位置の高精度な評価が可能となる。今後は

それらの評価を行い、1 nN·m 以下の超微小トルク計測

技術を確立し、それと並行して G 測定用実験装置の開

発を進める予定である。 

［領 域 名］計量標準総合センター 
［キーワード］トルク、超微小トルク、電磁力、キッブ

ルバランス法、万有引力定数 

 

［研 究 題 目］ミリ波帯における超低損失コンポジット

誘電体の材料設計指針の確立 

［研究代表者］今井 祐介（構造材料研究部門） 

［研究担当者］今井 祐介（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、近年急速に活用範囲が広がっているミリ

波デバイスへの応用を念頭に、ポリマーマトリックスに

セラミックスフィラーを複合化した粒子分散型ポリマー

コンポジット誘電材料の特性向上を実現するための材料

設計指針の確立を目指している。新規セラミックスフィ

ラー開発、コンポジット特性評価に関して、大学と連携
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して取り組みを進めている。 

以前の研究で、セラミックスフィラー粒子の表面に存

在する極性官能基がコンポジットの誘電損失の増大の原

因となっていることが示唆されていた。そこで、フィラ

ー粒子表面の極性官能基数を抑制する表面処理の効果に

ついて検討を行った。平均粒径50 nm の酸化マグネシ

ウムナノ粒子をモデルフィラーとして用い、ナノ粒子表

面のトリメチルシリル化処理を施し、アイソタクティッ

クポリプロピレン（iPP）とのコンポジットの誘電損失

の変化を調べた。TE011モードの空洞共振法により測定

した11GHz 付近の誘電正接の値は、未処理の MgO ナ

ノ粒子を用いたものと比較して40 %程度減少しており、

ナノフィラー表面の極性官能基数の抑制が誘電損失の低

減に有効であることを示した。また、走査型電子顕微鏡

観察から、トリメチルシリル化処理により iPP へのナ

ノ粒子の分散性およびフィラーとポリマーとの密着性が

大幅に向上していることも確認された。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］ミリ波、誘電材料、セラミックスフィラ

ー、コンポジット材料 

 

［研 究 題 目］水素化誘起自己組織化構造を利用した高

容量低コスト水素貯蔵材料の開発 

［研究代表者］浅野 耕太（創エネルギー研究部門） 

［研究担当者］浅野 耕太（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 当グループでは、再生可能エネルギー起源のエネルギ

ーシステム高効率化を目指して、高水素貯蔵密度かつ低

コストの Mg を水素貯蔵材料として利用すべく水素化物

合成研究を進めてきた。Mg の主課題は水素化物の不安

定化を図り、水素吸蔵放出反応温度を低下させることで

ある。最近の我々の研究により、平衡状態において Mg

と非混合性の遷移金属を基質組織とした材料中にナノメ

ートルサイズの Mg クラスターを生成させれば、Mg 水

素化物を不安定化できることが見出されている。本研究

では、さらなる Mg 水素化物不安定化と、高い水素貯蔵

量および低い原料金属コストを実現する Mg 系水素貯蔵

材料の開発を目標とする。 

本研究で主として取り扱う水素化物は、Mg2FexSi1-x

で表される非平衡合金を水素ガス中で特定の熱処理を施

すことで得られ、これまでの研究によりナノメートルオ

ーダーで局所的に Mg2FeH6と Mg2Si が生成しているこ

とが明らかになっている。注目すべきは両者は同じ面心

立方（FCC）構造をもちコヒーレントに繋がりうる点

である。Fe 組成 x が高いと（x＞0.5）、Mg2FeH6およ

び Mg2Si 相への分相が観察されたが、Si 組成が高いと

（x＜0.5）、Mg2Si 基質組織中にナノメートルサイズ

の Mg2FeH6が生成することが透過型電子顕微鏡（TEM）

観察および放射光 X 線全散乱実験による二体分布関数

（PDF）解析により示唆されていた。平成29年度は

Mg2FeH6 生 成 の 明 確 な 証 拠 を 得 る た め に 、

Mg2Fe0.25Si0.75-H の組成に集中して水素化物作製および

構造解析等を実施した。Mg2FeH6 は Mg2+ および

（FeH6）4-からなるイオン性の化合物であり、Fe 原子

の周りに6つの H が配置する構造をもつ。はじめに固体

NMR 実験により H 周りの状態を明らかにすることを

目指したが、Fe のもつ磁性により NMR シグナルがブ

ロードになり、構造の詳細に関する情報を引き出すこと

は困難であった。そこでこれまでに比べて原料金属の残

存が少ない高品質な試料作製を行い、それを用いた X

線回折および放射光 X 線全散乱実験により得られた構

造情報の詳細を現在解析中である。 

次年度は研究計画の通り、これまでに試作した材料の

構造と水素化物の安定性の関連性を明らかにしつつ、他

の金属元素の添加なども実施して、低コストの水素貯蔵

材料開発を継続して行う。 

［領 域 名］エネルギー・環境   

［キーワード］水素貯蔵材料、核磁気共鳴法、クラスタ

ー構造、Mg 水素化物 

 

［研 究 題 目］スマートスタックによるペロブスカイト

／結晶 Si タンデム太陽電池の実現 

［研究代表者］水野 英範（再生可能エネルギー研究セ

ンター） 

［研究担当者］水野 英範、沙拉 木江、司馬 依、 

望月 敏光（以上、再生可能エネルギー

研究センター）宮寺 哲彦（太陽光発電

研究センター）（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、金属ナノ粒子配列を用いた接合技術「ス

マートスタック」により、トップにペロブスカイト太陽

電池、ボトムに結晶シリコン太陽電池を用いたタンデム

型太陽電池を作製し、良好なデバイス特性を確認するこ

とを目的としている。本年度は、必要となる結晶シリコ

ン太陽電池の作製に注力した。ペロブスカイト太陽電池

の極性はこれまでに実績のある III-V 型とは逆に上／下

＝＋/－であり、結晶シリコン太陽電池も同様の極性構

造を有する必要があった。そこで n 型結晶シリコン基

板を用い、表面にホウ素をドープ、裏面にリンをドープ

することにより p+/n/n+型結晶シリコン太陽電池を作製

した。作成したセルは裏面側に入射光を拡散されるテク

スチャ構造と高い内部反射率が得られる誘電体薄膜によ

るパッシベーション膜を持ち、光閉じ込め効果により長

波長領域における高い量子効率が期待でき、実際に単体

セルとして外部量子効率測定を行った結果、タンデム時

にはボトムセルとして良好な特性が期待できる（特に長

波長領域において高い外部量子効率を有している）こと

が確認できた。 

 また、一般にペロブスカイト太陽電池は湿気や酸素等

存在下ではデバイス特性が短時間のうちに劣化すること
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が知られているため、デバイス作製ならびに特性評価の

際には不活性ガス等で制御された雰囲気下で行われる必

要がある。我々も（評価の際には）特殊なカプセル型冶

具を用いて行うことを当初から想定しており、したがっ

て作製するタンデム型太陽電池もこのようなセットアッ

プに適合できるような工夫が求められた。そこでタンデ

ム型太陽電池用サポート基板をデザインした。適切な電

極配線等を持たせることにより、既存のカプセル型評価

用冶具へも適用可能であることが確認できた。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］太陽光発電、太陽電池、結晶シリコン、

多接合太陽電池、ペロブスカイト 

 

［研 究 題 目］ガス化ガス中のタール全体像の詳細解析

による高性能タール改質塔の開発支援 

［研究代表者］村上 高広（創エネルギー研究部門） 

［研究担当者］村上 高広、安田 肇（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、複数の分析手法を組合せることにより、

石炭等のガス化で副生するタール成分の詳細を明らかに

することを目的とする。組合せる手法は、分子量300程

度までの低分子側の成分を同定可能なガスクロマトグラ

フ質量分析（GC/MS）、300程度以上の中・高分子側に

電界脱離イオン化法-質量分析（FD-MS）を採用する。

以上の手法で得た分析結果を総合的に解析することによ

り、従来見落としていた中・高分子側を含むタール成分

の全体像を明らかにする。本研究において、石炭の流動

層ガス化実験を行い、温度、ガス化剤の有無等様々な反

応条件により、合成ガス中に多種の組成を有するタール

を対象に分析を行い、その分析手法の有効性を示す。実

験室規模の流動層ガス化炉により、褐炭の水蒸気ガス化

実験を1123 K で行い、合成ガス中のタール成分につい

て検討した。GC/MS による低分子成分の化合物同定に

加え、FD-MS による分子量分布測定を組合せて詳細に

解析した結果、タールの主成分は、分子量24および26

間隔の規則性をもつ特徴を示し、それらは多環芳香族化

合物からなり、分子量で100－600程度の範囲に分布す

ることを明らかにした。さらに、ガス化剤である水蒸気

量を増やしてガス化実験を行った結果、水蒸気量が多い

方が、その改質効果により合成ガスの生成量は増加する

一方、タール濃度は減少することが分かった。ただし、

タールの主成分においては、水蒸気量に関わらず前述し

た傾向にあることを明らかにした。 

［領 域 名］エネルギー・環境   

［キーワード］ガス化、流動層、タール 

 

［研 究 題 目］新規神経栄養因子 BDNFpro－peptide の

作用機序と脳疾患関連の研究 

［研究代表者］小島 正己（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］小島 正己、松井 このみ 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 成長因子の多くはその前駆体のプロセッシングにより

産生されるが、その翻訳後のメカニズムに注目した研究

は 少 な い。神 経 栄 養因子 BDNF （ brain-derived 

neurotrophic factor）を研究する本研究者は、最初に合

成された前駆体 proBDNF のプロセッシングの後に、

BDNF と同時にそれと異なる活性を有する BDNF pro-

peptide が産生されることを発見した（Mizui et al., 

PNAS, 2015）。そこで本研究では、この新規な栄養因

子 BDNF pro-peptide がスパイン退縮を行う細胞メカ

ニズムの解明を行う。これらの研究を通して BDNF 

pro-peptide の作用機序とバイオマーカーとしての役割

の解明も目指す。 

 最初に低密度培養海馬神経細胞に BDNF pro-peptide

を添加しスパイン形態を解析した。スパイン形態はあら

かじめ培養海馬神経細胞に GFP 遺伝子を導入し可視化

した（Mizui T. et al., PLoS One, 2014）。ポジティブコ

ンロールとして BDNF 添加群を用意して各因子の作用

濃度や作用時間を検討しスパイン密度、スパインヘッド

サイズを定量化し BDNF pro-peptide のスパイン形態

に対する有意な効果を見出した。つまり 

1. BDNF pro-peptide は p75を介しての LTD 促進効果

を発揮すること 

2. BDNF pro-peptide のスパイン退縮効果に関して p75

ノックアウトマウスおよび p75機能阻害抗体 REX 存

在下での阻害効果 

を見出した。 

［領 域 名］生命工学領域 

［キーワード］神経細胞、成長因子、形態 

 

［研 究 題 目］統計手法と形式手法の融合によるサイバ

ーフィジカルシステムの定量的検証 

［研究代表者］川本 裕輔（情報技術研究部門） 

［研究担当者］川本 裕輔（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究は、サイバーフィジカルシステム（CPS）の

安全性・信頼性の実現の基礎となるような、高速な安全

性・信頼性の検証技術と、数理的に証明可能な安全性・

信頼性の実現メカニズムを開発することを目的とする。 

本年度は、3か年計画の1年目にあたり、CPS におけ

るプライバシについての量的性質の検証・解析技術、お

よびその基礎となる理論について、以下の研究に取り組

んだ。 

（1）複数の確率システムから合成されたシステムの情

報漏洩量の性質を定量的情報流解析の枠組みで明らかに

し、査読付雑誌論文[1]で発表した。 

（2）与えられたプログラムからの情報漏洩量を推定す

るツール HyLeak を完成させて公開した。このツール

では、与えられたソースコードを解析し、指定した秘密 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(809) 

変数から観測変数への情報漏洩量（相互情報量）を計算

する。その際に、プログラム解析と統計手法の長所を組

み合わせることで、計算をより高速化している。この

HyLeak に関するツール論文[2]を査読付国際会議で発

表した。 

（3）適応的に振る舞う攻撃者と防御者のもとでのプラ

イバシ情報の漏洩量を分析するためのモデルを提案した。

具体的には、定量的情報流解析とゲーム理論を融合させ

た枠組み（information leakage game）を提案した。

この情報漏洩ゲームでは、通常のゲーム理論と異なり、

混合戦略の利得が純粋戦略の利得の期待値と異なること

を明らかにし、ナッッシュ均衡点の存在を証明し、その

計算アルゴリズムを与えた。研究成果をまとめた査読付

国際会議論文[3]を発表し、応用数理学会 FAIS 研究部

会の特別講演[4]においても取り上げた。 

（4）（3）で提案したモデルを発展させ、攻撃者が知る

ことのできる防御戦略についての情報の種類に応じて、

情報漏洩の状況を様々なゲームで定式化した。また、こ

れらのゲームの間の関係を明らかにした。さらに、情報

漏洩ゲームでは、通常のゲーム理論と異なり、混合戦略

と行動戦略が等価でないことも明らかにした。研究成果

をまとめた査読付国際会議論文[5]が採択された。（国際

会議での発表は2018年度。） 

 

[1] Yusuke Kawamoto, Konstantinos Chatzikokolakis, 

and Catuscia Palamidessi. On the Compositionality of 

Quantitative Information Flow. Logical Methods in 
Computer Science, Vol.13, No.3:11, pp.1-31, August 

2017. 

[2] Fabrizio Biondi, Yusuke Kawamoto, Axel Legay, 

and Louis-Marie Traonouez. HyLeak: Hybrid 

Analysis Tool for Information Leakage. In Proc. of the 
15th International Symposium on Automated 
Technology for Verification and Analysis (ATVA 2017), 
Lecture Notes in Computer Science, Vol. 10482, 

pp.156-163, October 2017. [alphabetical authorship] 

[3] Mário S. Alvim, Konstantinos Chatzikokolakis, 

Yusuke Kawamoto, and Catuscia Palamidessi. 

Information Leakage Games. In Proc. of the 8th 
International Conference on Decision and Game 
Theory for Security (GameSec 2017), Lecture Notes in 

Computer Science, Vol. 10575, pp.437-457, October 

2017. [alphabetical authorship] 

[4] 川本 裕輔. プライバシの定量的モデルと保護メカニ

ズム. 日本応用数理学会2017年度年会 「数理的技法に

よる情報セキュリティ」研究部会 特別講演, 2017年9月. 

[5] Mário S. Alvim, Konstantinos Chatzikokolakis, 

Yusuke Kawamoto, and Catuscia Palamidessi. 

Leakage and Protocol Composition in a Game-

Theoretic Perspective. In Proc. of the 7th 

International Conference on Principles of Security 
and Trust (POST 2018), Lecture Notes in Computer 

Science, April 2018. [alphabetical authorship] 

 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］プライバシ、情報漏洩、プログラム検証、

形式手法、定量的情報流解析、情報理論、

統計学的推定、ゲーム理論 

 

［研 究 題 目］継続・派生開発のための組合せテストの

研究 

［研究代表者］北村 崇師（情報技術研究部門） 

［研究担当者］北村 崇師（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 組み合せテストは、システムの高信頼化技術、及び、

テストのコストを削減する技術である。ブラックボック

ステストと呼ばれる、ソースコードなどシステムの内部

情報に依存せず、仕様書や設計書からテストを作成する。

これまで組み合わせテストに関して多くの技術が提案さ

れているが、それらの多くが新規開発を想定したもので

ある。しかしながら、現実開発の多くは継続開発や派生

開発である。継続・派生開発では、すでに存在するシス

テムと変更が与えられた上で新しいシステムを開発する。

新規開発を想定している組み合わせテストの既存技術は、

必ずしもこうした継続・派生開発に適しているわけでは

ない。本研究では、こうしたシステムの継続・派生開発

向けの組み合せテスト技術を開発する。 

 本研究は三年計画であるが、一年目である本年度は、

本研究を進めていく上での既存研究の調査 、及び、プ

ラットフォームの開発を行った。まず、既存研究の調査

では、本研究題目について、複数の関連する研究を調査

した。国際会議 ICST2015において、 継続開発で繰り

返し行われるテストについて、n 回目のテスト時には、

それまでの1から{n-1}回目までのテストとの関係性を見

つけつつ行う Repeated Combinatorial Testing (RCT)

と呼ばれる手法を Segall らは提案している。また、国

際会議 ICSE2017で発表された Tzoref-Brill らの手法で

は、n 回目のテストを作成する際に、n-1回目で使用し

たテストを基にして作成する。他にも、国際会議

ICSE2015では、n-1回目の開発で使用されてテストを

利用して、高い網羅率を保ったままその部分集合を取り

出し、n 回目の開発のテストの用いる手法が提案されて

いる。 

 プラットフォーム開発では、本研究の実験で用いるた

めの基本機能を備える組み合せテストツールを開発した。

本ツールはプログラミング言語 Scala で実装した。また

SAT Solver と BDD（Binary Decision Digrams）の二

種類の制約解消器と連携させた。これらの二種類の制約

解消器は異なる長所を持つため、状況に応じてそれらを

活かした手法の開発が可能になる。 
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 今後は調査した既存研究と本研究の差異を明らかにし

つつ、提案手法を開発したプラットフォーム上に実装し、

そのユースケースや有効性について議論をしていく予定

である。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］組み合せテスト、テスト生成、テスト最

適化、ソフトウェア、信頼性、 

 

［研 究 題 目］N 次創作支援のための創作予測モデルを

用いた派生誘発要因推定 

［研究代表者］佃 洸摂（情報技術研究部門） 

［研究担当者］佃 洸摂（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本年度は、派生コンテンツの創作要因を推定するモデ

ルを元に開発・公開した Web サービス「Songrium 派

生要因分析」のインタフェースの有用性を議論し、その

成 果 が IF 付 き 論 文 誌 IEICE Transactions on 

Information and Systems に採択された。公開した

Web サービスでは、N 次創作活動におけるオリジナル

コンテンツの特性の可視化、オリジナルコンテンツから

派生コンテンツが創作される過程の可視化、クリエータ

が3つの各要因から受けた影響の大きさの可視化などの

機能を提供する。動画コンテンツの探索や視聴をする際

に、これまでは明らかではなかった、派生コンテンツ間

の関係やクリエータの特性を可視化することで、ユーザ

やクリエータの新たなコンテンツとの出会いや N 次創

作現象のより深い理解の支援を実現した。 

 また、派生創作活動のより基礎的な分析を行うため、

派生創作活動におけるクリエータ間のコラボレーション

を分析し、ARG 第11回 Web インテリジェンスとイン

タラクション研究会（WI2）にて発表した。具体的には、

コラボレーションが動画の視聴のされ方に与える影響、

コラボレーションがクリエータのアクティビティに与え

る影響、コラボレーション関係に基づくクリエータの特

性、の3つの観点から分析を行った。分析の結果、コラ

ボレーションによって制作された動画は再生数がより多

くなること、コラボレーション動画を制作したクリエー

タはより長い期間 N 次創作活動を行うこと、コラボレ

ーションをしたクリエータのペアの25 %以上は複数回

のコラボレーションをしており、コラボレーションには

一定の継続性があることなどが明らかになった。その成

果から、萌芽研究賞を受賞した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］N 次創作、ユーザ生成コンテンツ、 

コラボレーション 

 

［研 究 題 目］移動に随伴する注意の神経メカニズム 

［研究代表者］羽鳥 康裕（自動車ヒューマンファクタ

ー研究センター） 

［研究担当者］羽鳥 康裕（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 動的に変化する環境における自己の振る舞いを決定す

る上で、次に起こるイベントを予測することは重要であ

る。自己運動は次に起こりうるイベントを予測する上で

重要な手がかりとなる。このことから、自己運動を行う

という意図やそれに伴う予測が脳の情報処理に影響を与

えると考えられる。本研究は、自己運動が知覚や脳活動

に与える影響を検討することを目的とする。 

 まず、自己運動として随意的な頭部運動に着目し、頭

部運動が継時刺激効果に対して与える影響を検討した。

継時刺激効果とは、過去に呈示された刺激によって現在

の知覚がバイアスされる現象のことである。これは、過

去の刺激と現在の刺激を同一のものとみなし、それらを

平均化することによって生じると考えられる。そこで、

網膜上の同じ場所に刺激を呈示するが、現試行と一つ前

の試行間で頭部方向が異なる場合に継時刺激効果が生じ

るかどうかを調査した。頭部方向の一致/不一致によっ

て継時刺激効果の程度に差は見られなかった。これは、

頭部運動によらず継時刺激効果が生じることを示唆して

いる。 

 また、行動の意図が注意に与える影響を検討するため

の実験デザインを行った。デバイスを操作することによ

り生じる仮想的な運動を観察する際の注意状態を計測す

る実験を行う予定である。デバイス操作/非操作の条件

を作ることで、デバイス操作により生成される運動情報

の予測が注意割当に与える影響を検討していく。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］行動、予測、注意、視覚情報処理 

 

［研 究 題 目］歌声ビッグデータを活用した歌声の多様

性を考慮する歌声情報処理 

［研究代表者］中野 倫靖（情報技術研究部門） 

［研究担当者］中野 倫靖（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究は、声質や歌い方等の歌声の多様性を最大限活

用し、楽曲中の歌声分析性能と歌声合成の品質向上につ

ながる技術の実現を目的とする。そのために、歌声に関

する大規模データセット（歌声ビッグデータ）から、歌

声が存在可能な空間（歌声空間）と歌声の分類を見出し、

確率的生成モデル等に基づいて表現して活用する。また

「何を合成するか」という従来の歌声合成の考え方を進

め、多様な歌声を「どう合成するか」に焦点を当てた歌

声合成インタフェースの構築を行う。 

平成29年度は、背景音楽を含む楽曲中の歌声分析精度

向上に取り組んだ。まず、楽曲中の歌声区間を推定する

技術として、（歌声を含まない）楽曲冒頭の音響特徴量

を事前学習することで、認識精度が向上することを確認

した。また、歌声区間中どの音素がいつ歌われているか

を推定する技術として、近年の楽曲で音響モデルを適応

させることで精度が向上することを確認した。また、無
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伴奏の歌声を対象に、歌声合成の品質向上にも取り組ん

だ。高品質な合成に必要となる歌声のスペクトル包絡を、

効率良くかつ高い精度で分析できることを確認した。 

さらに、多様な歌声を合成するインタフェース実現の

第一段階として、「何を歌っているか」と「どう歌われ

ているのか」を同時に可視化する TextTimeline を開発

した。TextTimeline では、テキスト表示を優先しなが

ら音響特徴を文字の周辺に埋め込むが、その際に音声の

時間軸をテキストと直交する方向（横書きテキストなら

縦方向）に可視化することでオリジナルの時間軸を同時

に保ち、詳細な音響特徴の可視化も可能にする。国際会

議 IEEE PacificVis 2018でポスター発表を行い、

Honorable Mention Poster Awards を受賞した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］音楽情報処理、歌声情報処理、歌声イン

タフェース、歌声可視化 

 

［研 究 題 目］痛み感覚の客観的な評価を目指した触覚

刺激呈示装置の研究 

［研究代表者］近井 学（人間情報研究部門） 

［研究担当者］近井 学（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、医療現場での痛み感覚の客観的評価手法

の提案、そして言語化された痛み感覚の表現を客観化す

るための指標の構築を目指す。そのために、振動刺激や

温度刺激といった複数の物理刺激を組み合わせて触覚を

生成し、対象者へ刺激を呈示することで痛み感覚を惹起

させることができる触覚刺激呈示装置を開発し、その有

効性を明らかにすることを目的としている。 

はじめに、神経障害性の痛み感覚に悩んでいる人たち

が知覚異常を起こしやすい触覚刺激について聞き取り調

査を行い、触覚刺激に起因する複数の物理刺激を組み合

わせる呈示手法により惹起できる痛み感覚との比較を行

うことを検討した。ここでは、神経障害性の痛み感覚に

悩んでいる人たちが知覚異常を起こしやすい触覚刺激の

苦手な刺激・知覚しにくい刺激についての聞き取り調査

を行うために、臨床現場の医師・看護師・理学療法士ら

との意見交換を重ね、医療現場での痛み感覚の客観的な

評価方法の課題や計測対象となる場面について検討を行

った。 

次に、触覚刺激の選定のため、物理刺激の中でも刺激

の生成の容易さなどから振動刺激を用いた装置の試作を

行い、上肢などに対して複数部位に振動刺激を同時に呈

示できるような柔軟でウェアラブルな装置を試作した。

この装置を用いて神経障害性の原疾患がない人を対象と

したパイロット実験を行い、実験協力者の上肢へ振動刺

激の大小を調整した複数パターンの刺激を呈示した場合

に人工的に生成できる痛み感覚（痒み感覚や痺れ感覚）

を惹起することができるかを検証した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］触覚、質感情報、生体計測 

 

［研 究 題 目］アシスト装具と身体能力に応じた動作戦

略の変化に関する研究 

［研究代表者］今村 由芽子（知能システム研究部門） 

［研究担当者］今村 由芽子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では動作変化と使用者の身体能力、アシスト装

具による補助力との関係に着目し、被験者実験と運動解

析により、使用者の身体能力とアシストによる動作変化

との関係を検証し、それらの関係を表す推定モデルを構

築することを目標とする。本研究によりアシスト時の関

節軌道・速度変化を見積もることが出来れば、アシスト

機器の使用時に人が取り得る動作を推定可能となり、よ

り現実に近い状況を再現するコンピュータ支援設計への

応用が期待される。 

 平成29年度は、今後の人間動作解析のための基礎的

要素として、3次元動作計測システムと床反力計、筋電

計、その他アナログデータと映像を同期して記録し、身

体測定及び身体能力を背筋力、握力、脚力等により定量

評価する環境を構築した。構築した環境により立ち上が

り動作、歩行動作を複数人で計測し、動力学解析システ

ムによりベースリンクの位置姿勢の軌道と関節角度軌道、

関節トルクを解析し蓄積した。立ち上がり姿勢を取る際

に、手すりのような外部環境に依存する程度を指示より

変化させ、姿勢や力の変化を定量的に評価可能であるこ

とを確認した。 

 今年度の成果をもとに、次年度は当初の実施計画に基

づき複数人のアシスト装具使用時の定量的・定性的変化

を明らかにする。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］動作計測、身体能力、アシスト機器 

 

［研 究 題 目］津波堆積物の地層中への埋没・保存過程

と堆積学的特徴の保存可能性の解明 

［研究代表者］阿部 朋弥（地質情報研究部門） 

［研究担当者］阿部 朋弥（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、2011年東北地方太平洋沖地震津波と

2004年スマトラ沖地震津波の津波堆積物について、宮

城県南部～福島県北部とタイ南西部の沿岸低地における

津波堆積物の現地調査と堆積学的分析を行い、津波堆積

物の地層中への埋没・保存過程や堆積学的特徴の保存可

能性を明らかにする。今年度は、2018年2～3月に福島

県常磐海岸で、2017年8～9月にタイ南西部カオラック

平野・ナムケム平野において、津波堆積物のトレンチ観

察とハンディジオスライサーで採取したコア試料の観察

を実施した。また、津波堆積物のサンプリングを行い、

沈降管天秤法を用いた粒度分析を行い、粒度組成を明ら

かにした。その結果、（1）津波堆積物は生物擾乱によ
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って土壌化が進行し、下位の土壌との境界が不明瞭化す

ること、（2）海岸近くでは、風雨による侵食などによ

って津波堆積物の層厚が大きく減少もしくは消失するこ

と、（3）内陸側では、微地形による層厚のばらつきな

どで説明できる程度しか層厚は変化しないこと、（4）

津波堆積物のサブユニット間の粒度組成の差が小さい場

合は、生物擾乱などによってサブユニットの識別が難し

くなること、が明らかになった。今後、より詳細な調

査・分析を行ない、津波堆積物の保存可能性や埋没・保

存過程のモデル化を行う。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］津波堆積物、2004年スマトラ沖地震津

波、2011年東北地方太平洋沖地震津波、

沿岸低地、保存可能性 

 

［研 究 題 目］癌転移能抑制に向けたヒトネスチン遺伝

子高効率破壊ツールの開発 

［研究代表者］山岸 彩奈（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］山岸 彩奈（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、細胞を柔軟化することでがん転移を促進

する中間径フィラメントネスチンを、生体内でノックア

ウトすることにより、がん転移を抑制する新規治療法の

開発を目的とする。 

 平成29年度は高効率にマウスネスチンのノックアウ

トが可能な gRNA 配列の探索を行った。中間径フィラ

メントの束化に寄与するロッドドメインにおける

gRNA 配列を設計することで、繊維形成不全によるネ

スチンの消失が生じることを期待して、同領域における

gRNA 配列を探索した。gRNA 配列予測ツールを用い

てオンターゲットスコアの高いものから順に4配列を選

択した結果、75 %の確率でネスチンノックアウトを達

成する gRNA 配列を獲得できた。同配列を用いて次年

度に生体内でのネスチンノックアウトを試みる。 

 また、Cas9-gRNA 複合体を包含する細胞外分泌小胞

の作成、及びこれを用いて高転移性マウス乳がん細胞に

おけるネスチンノックアウトに取り組んだ。HEK293T

細胞に対して Cas9及び gRNA 配列を発現するベクター

を導入し、細胞膜表面に赤色蛍光タンパク質が提示され

た細胞外分泌小胞を培養液から回収した。これを細胞に

添加することでネスチンノックアウトを試みたが、現在

のところネスチン発現が消失した細胞は確認されていな

い。今後はまず抗 Cas9抗体を用いたウェスタンブロッ

トを行い、小胞内に Cas9-gRNA 複合体が包含されてい

るかを解析する。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］乳がん細胞、中間径フィラメント、ゲノ

ム編集 

 

［研 究 題 目］split intein を利用した細胞膜透過性ペプ

チドスクリーニング法の開発 

［研究代表者］宮房 孝光（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］宮房 孝光（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 細胞膜透過ペプチド（CPP）は細胞内にタンパク質

等を送達する技術として期待されているが、目的の系に

合った CPP 配列を選抜する手法が未確立である。CPP

は、細胞膜透過性を有するポリペプチド鎖の総称であり、

これまでに1000種類以上の配列が提案されている。近

年、研究ツールとしての利用が広がっているが、連結す

るタンパク質や、送達する細胞との相性によって挙動が

著しく変化することが報告されており、目的の系に適し

た CPP を選択することは容易ではない。本研究テーマ

では、CPP の効率的な選抜技術の開発を目標としてい

る。また、研究期間内において、（1）タンパク質と

CPP の連結体を簡便・並列に調製する手法の開発と、

(2)多様性の担保された代表的な CPP 配列の選抜、(3)培

養細胞を用いた実証実験を計画している。 

平成29年度は、以下の3項目を実施した。 

（1）タンパク質と CPP の連結体の調製法の開発にお

いては、Thermoplasma volcanium を由来とする VMA 

intein、およびその C 末改変体（N-intein）を設計し、

大腸菌を宿主とする発現系を構築した。また、N-intein

と緑色蛍光タンパク質を融合した発現ベクターを調製し、

融合タンパク質の発現系を構築した。 

（2）多様性の担保された代表的な CPP 配列の選抜に

おいては、CPPsite2.0に登録されている配列のうち、

非天然アミノ酸等を含むものを除いた配列セットを対象

に、複数の物理化学的パラメータをもとに主成分分析を

実施し、クラスター分けした。 

（3）培養細胞を用いた実証実験においては、4種類の

細胞株の培養系を整備した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］タンパク質、細胞膜透過ペプチド、イン

テイン 

 

［研 究 題 目］ダイヤモンド表面近傍の NV 中心と外部

核スピン集団との量子コヒーレント結合 

［研究代表者］石川 豊史（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］石川 豊史（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 ナノメートルスケールでの核スピン検出および磁気共

鳴画像（MRI）の実現に向け、ダイヤモンド中の窒素

－空孔中心（NV 中心）を量子センサーとした微小磁気

検出技術の向上に努めている。本研究課題は、NV 中心

と測定対象となる核スピンとの量子コヒーレント相互作

用を用いて、検出感度の向上を試みた研究である。 

 平成29年度は外部核スピンとの NV 中心とのコヒー

レント結合を行う前のテストとして、NV 中心に局在し

た電子スピンと窒素核スピンとのコヒーレント結合に関
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する研究を中心に行った。NV 中心の量子化軸に平行に

振動磁場を印加することで、核スピンと NV 中心との

間にパラメトリックな量子コヒーレント結合が実現され、

そのコヒーレント結合によって核スピンとのもつれ状態

の生成、コヒーレント結合と光励起を利用して核スピン

状態を初期化できることを理論計算およびシミュレーシ

ョンによって明らかにした。コヒーレント結合の研究を

進めることで、パラメトリックなコヒーレント結合によ

る高効率な量子操作のためには、マイクロ波の位相を制

御することでマイクロ波の印加方向を NV 中心の量子

化軸に平行または垂直に制御する必要があることがわか

ったため、現在、マイクロ波シミュレーションに基づい

てマイクロ波アンテナの改良を進めている。  

 平成29年度は新たに、外部の核スピンとのコヒーレ

ント結合を実現するために、これまでに開発したダイヤ

モンド表面加工技術を用いて、微粒子を NV 中心集団

近傍に捕捉する機能を付与する試みを進めた。この機能

化したダイヤモンドを用いて、平成30年度はシミュレ

ーションで実証した量子コヒーレント結合の実験実証を

行う予定である。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造  

［キーワード］量子センシング、ダイヤモンド、量子コ

ヒーレント相互作用  

 

［研 究 題 目］巨大分子の孤立化と精密制御による電子

構造調和を活かした光活性技術 

［研究代表者］丹下 将克（ナノ材料研究部門） 

［研究担当者］丹下 将克（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 カーボンナノチューブ構造制御のための基盤技術とし

て、合成後に特定の構造のカーボンナノチューブを選択

的に分離する技術がある。現在、1.2 nm 以下の直径の

カーボンナノチューブを対象とする場合、チューブ構造

の違いによる電子状態の相違が大きいだけでなく、直径

分布幅の狭いカーボンナノチューブ試料を初期原料に使

用できるという好条件などの要因が追い風となって、構

造制御する際に様々な手法が利用可能になった。一方、

1.2 nm 以上の直径の大きなカーボンナノチューブでは、

半導体的カーボンナノチューブの分離でさえ、チューブ

曲率が小さいことによる凝集しやすさ（チューブ間相互

作用を介した束の形成しやすさ）などが障害となって、

困難となる。さらに、ある特定の構造を有する大直径の

カーボンナノチューブを選択的に抽出する技術は、

CNT の電子状態や直径を高感度に識別しなければなら

ず、極めて困難である。そこで、我々は大直径のカーボ

ンナノチューブに対して顕著な構造認識能を有するポリ

マーを今までに明らかにしてきた。 

 本研究では、それらの構造認識ポリマーを活かし、ポ

リマーラッピングによるカーボンナノチューブ構造選別

法を深化させ、光活性技術の開発を行う。本年度は、所

属機関の方針で組織運営に関わる部署へ研究代表者が併

任となりながらも、ポリマーラッピングによるカーボン

ナノチューブの選択的抽出の効率化などを図った。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］ポリマーラッピング、光技術、複合体 

 

［研 究 題 目］貴金属合金化鉄触媒ナノ粒子による過酷

な条件下での長尺 CNT フォレスト成長 

［研究代表者］桜井 俊介 

（ナノチューブ実用化研究センター） 

［研究担当者］桜井 俊介（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、長尺 CNT（フォレスト）の高効率成長

を、過酷プロセス下でも達成するための合金化触媒技術

開発を目的とする。そのため、水素による前処理無し等

の、過酷なプロセス下における CNT フォレスト成長に

最適な合金化触媒の開発を行った。その結果、単層

CNT の成長効率としては、水素ガスによる還元処理な

しでも、従来のプロセスと同等の CNT 収量・高さ・結

晶性のデータを得ており、大きな進捗が認められた。合

金化粒子における貴金属と鉄元素の凝集を防ぐ方法を開

発する目的で、塗布液中にクエン酸等の多配位リガンド

を導入し複数金属元素が均一に混合した錯体高分子を形

成させる方法を採用した。その結果、鉄金属元素に対し

て予想外の微小量である1原子%以下のイリジウム、プ

ラチナ、ロジウムの添加によって、鉄微粒子触媒の

CNT 成長活性が大幅に改善されることが分かった。興

味深いことに、同じ貴金属元素であるにも関わらず、パ

ラジウムを少量添加すると鉄の触媒活性が直ちに失われ

ることも見出した。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］カーボンナノチューブ、触媒、合金 

 

［研 究 題 目］触媒で改質した炭素源ガスを用いた単層

カーボンナノチューブ合成技術の開発 

［研究代表者］松本 尚之 

（ナノチューブ実用化研究センター） 

［研究担当者］松本 尚之（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 単層カーボンナノチューブ（SWCNT）の価格は、多

層カーボンナノチューブの価格に比べて1000倍以上高

く、用途開発など CNT 産業創出の大きな障害になって

いる。したがって、SWCNT 価格を低下させる合成方

法の開発は必須かつ大きな課題である。我々は、これま

でに高効率な SWCNT 合成法であるスーパーグロース

法を開発しているが、さらなる SWCNT の価格低下を

産業界から求められているため、スーパーグロース法を

ベースとした新たな合成法を開発する必要がある。本研

究では、SWCNT の新たな高効率合成技術として、あ

らかじめ触媒改質した炭素源ガスを用いた SWCNT 合
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成技術を開発することを目的とした。 

 本年度は、SWCNT 合成時に炭素源ガスを触媒によ

り改質することで SWCNT 合成効率が向上するのか、

概念検証を実施した。この検証では、工業的に用いられ

ている炭素源ガス（エチレンガス）を改質する触媒は鉄

（Fe）とした。Fe 触媒を用いて SWCNT を合成した場

合、Fe 触媒を用いない場合と比較して、SWCNT の収

量と長さはともに2倍程度向上した。また、SWCNT の

品質（結晶性）の指標となる、ラマンスペクトルの G-

band と D-band の比（G/D 比）は、Fe 触媒を用いても

変化しなかったことから、品質は Fe 触媒の有無に関わ

らず同等であることを認めた。以上の結果から、あらか

じめエチレンガスを（Fe）触媒で改質する本研究の合

成手法により SWCNT の合成効率が向上することを明

らかした。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］ナノチューブ、触媒改質、化学蒸着法 

 

［研 究 題 目］ナノポア計測に向けた X 線微小角散乱

法の研究開発 

［研究代表者］堀 泰明（工学計測標準研究部門） 
［研究担当者］堀 泰明（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

ナノポアとは直径数十ナノメートルの貫通穴のことで、

TiN 等の金属薄板に10万個程度のナノポアを形成して

次世代 DNA シーケンサとして応用する研究が進められ

ている。その安全性や信頼性の向上には、ナノポア直径

や深さといった幾何学的な形状計測が必要である。本研

究では、表面ナノ構造の計測手法として実用化されてい

る X 線微小角散乱法（GI-SAXS）を用いてナノポアの

形状計測を実現することを目的としている。 

平成29年度は、国家標準にトレーサブルな GI-SAXS

測定装置の構築を進めた。GI-SAXS で重要となる X 線

回折角及び試料回転角の測定不確かさ低減のため、自己

校正型ロータリーエンコーダ（SelfA）を導入した。回

折信号検出系には SelfA の出力を基準とした高分解能な

インターポレータ出力を用いており、出力値の自己校正

及び原点信号の不安定性を解消して高精度化を実現した。

また、試料回転台の角度校正は比較測定の基準として

SelfA を用いることで実現した。続いて、装置の基礎パ

ラメータとなる X 線源出力安定性、X 線集光特性、X

線光軸と装置回転軸のアラインメントなどを評価し、シ

ステムの最適化を実施した。ナノ構造試料の一つである

1D グレーティング（ピッチ:240 nm）を用いた予備測

定を実施し、回折信号の発生を確認した。 

次年度以降は、トレーサビリティの確保が必要となる

X 線源の波長校正の実施を予定している。また、今年度

確認した回折信号の発生効率、S/N 比、試料のピッチ呼

び値からの偏差などを検証して信頼性の向上を図る。ナ

ノポア計測に必要となる2次元検出器を既に入手済みで

あり、X 線散乱信号の検出について検証を進める予定で

ある。 

［領 域 名］計量標準総合センター 
［キーワード］ナノポア、X 線微小角散乱法、自己校正

型ロータリーエンコーダ 

 

［研 究 題 目］超伝導トンネル接合-超伝導コイル一体

構造型 X 線検出器の開発 

［研究代表者］藤井 剛（ナノエレクトロニクス研究部

門） 

［研究担当者］藤井 剛、浮辺 雅宏、野尻 真士 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、半導体 X 線検出器の約10倍のエネルギー

分解能を有する超伝導トンネル接合（STJ）アレイ X

線検出器の有感面積を大幅に拡大させるため、X 線検出

部（STJ 部）と動作に必要な磁場を発生させるコイル

部を同一基板上に配置した構造を開発することである。 

 有限要素法による3次元磁場シミュレーションを行う

ため、計算機と計算ソフトの調達を行った。計算機は、

CPU が3.1 GHz/10コアのデュアル、メモリが8 GB×8

枚のトータル64 GB のシステムとした。計算ソフトは、

連立方程式を有限要素法で解くことが可能な FlexPDE

とした。これらを用いて、ヘルムホルツコイルの磁場シ

ミュレーションを行い、ヘルムホルツコイル内部での磁

場分布を計算することに成功した。 

 実際の素子設計としては、1つの STJ に1つのヘルム

ホルツコイルを配置した構造を設計した。STJ の形状

は、ひし形形状とガウシアン形状の2種類とした。コイ

ル形状は、ヘルムホルツコイルと STJ の距離を変えた4

種類の形状を設計した。10 mm 角のデバイス上に、

STJ の形状2種類、コイルの形状4種類、計8種類の構造

を、10個ずつ配置した。この構造のフォトマスクを作

製し、素子の作製を行った。平成30年度に低温特性評

価、X 線照射実験を行う予定である。また、シミュレー

ションと実際の結果がどの程度正しいかを評価し、その

結果をシミュレーションにフィードバックし、再度設計

を行う。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］超伝導、X 線検出器、有限要素法、ヘル

ムホルツコイル 

 

［研 究 題 目］次世代の時刻供給を担う高安定光時計の

開発 

［研究代表者］小林 拓実（物理計測標準研究部門） 

［研究担当者］小林 拓実（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目標は次世代の時刻供給を担う連続稼動可能

かつ高安定な光時計の開発、原理実証である。現状では、

マイクロ波時計である水素メーザーが時刻（時系）を生
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成しているが、将来的には、より高安定な光時計にこの

役割を担わせるのが望ましい。光時計の候補は複数考え

られるが、例として、原子ビーム時計が良い候補と考え

ている。 

 一方で、フランスのパリ天文台 SYRTE、ドイツ標準

研 PTB などで研究されているように、将来の秒の定義

の有力な候補となっている光格子時計の連続運転も重要

なテーマである。そのため、今年度では、光格子時計の

連続運転の実証実験を行うことにした。 

 光格子時計は多数の光源から構成される複雑な装置で

ある。そのため、まずはシステムの小型化および省電力

化、光源の周波数ロックの堅牢化を行う必要がある。本

研究では、Yb 光格子時計の堅牢化の実証を行うことに

した。Yb 光格子時計は、Sr 光格子時計の場合に比べて、

レーザーの数を減らすことが可能で、長期運転の観点か

ら魅力的である。また、Sr 光格子時計に比べて数が少

ないので、新規性を主張できる可能性が高い。 

 今年度は、堅牢性の向上を目指した装置開発および、光

格子時計の動作確認を行った。時計の連続運転時間は、数

時間程度であるが、これを毎日行うことができるレベルに

なった。実際、1ヶ月程度の連続運転に成功した。今年度

に得られた結果は、国内学会、国際学会で発表した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］光時計、時間周波数標準、時系 

 

［研 究 題 目］動的応力変化による地震の誘発されやす

さの定量的評価 

［研究代表者］内出 崇彦（活断層・火山研究部門） 

［研究担当者］内出 崇彦（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 遠隔地の地震から放射された地震波によって誘発され

る「動的誘発地震」が発生しやすい物理的条件を検討す

るために、動的誘発地震の発生とその際の地震波による

応力変化をできるだけ網羅したカタログを作成すること

を目指す。そのために、まず、動的誘発地震の検出手法

を構築し、それを用いて実際のデータを解析する。動的

誘発地震が発生した際の応力変化を、簡易的な計算や地

震波形シミュレーションなどから計算し、応力変化と動

的誘発地震の発生に関する関係を見出す。 

 平成29年度は、全国規模の地震観測網によって得ら

れる大量の地震波形の中から動的誘発地震を検出するこ

とを支援するために、地震波形データを音に変換する

「地震波可聴化」のシステム開発に取り組んだ。地震研

究でよく使われる SAC 形式のデータを読み込み、大量

の観測点のデータを一度に可聴化することができるよう

になった。誘発の元となる地震の候補として、2004年

以降に世界で発生したマグニチュード7以上の地震を設

定し、それらからの地震波（P 波、S 波、周回していな

い表面波）が日本に到達した時間帯における地震波形デ

ータを取得した。このデータを可聴化することで、可聴

化システムの有効な使い方や限界を調べた。また、動的

誘発地震の発生実態やメカニズムに関する研究情報を、

文献調査によってまとめた。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］動的誘発地震、地震波可聴化、地震検出 

 

［研 究 題 目］ポリミネラル微粒子を用いた第四紀後期

海底堆積物の高精度 OSL 年代測定 

［研究代表者］杉崎 彩子（地質情報研究部門） 

［研究担当者］杉崎 彩子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究は、海洋堆積物を対象とした第四紀後期の光ル

ミネッセンス（OSL）年代測定の測定限界の検証と、

OSL 年代精度の向上を目的としている。本年度は日本

海大和堆、日本海盆から得られた堆積物コアから抽出し

たポリミネラル微粒子の測定条件の決定を行い、

pIRIR230法が最も適していることが分かった。また、

石英微粒子の測定限界の検証を行った結果、大和堆の試

料は約300 Gy、日本海盆の試料は約500 Gy と見積もら

れた。また、堆積物の放射線量を評価する上で重要な含

水率の評価のため、船上で同・他地点にて試料採取直後

に測定した堆積物湿潤密度と、サンプリング後に測定し

た含水率を比較し、測定した含水率がコアリングの影響

を受けていないことを確認した。今後、岩相が異なる層

順を対象とし、堆積環境下における圧密の影響の評価を

行い、年代精度の向上を図る。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］ルミネッセンス、年代測定、ポリミネラ

ル 

 

［研 究 題 目］波長計制御型 CRDS 微量水分計を用い

た高感度・高分解能スペクトル測定技術

の開発 

［研究代表者］橋口 幸治（物質計測標準研究部門） 

［研究担当者］橋口 幸治（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 研究代表者が独自に開発した波長計制御型キャビティ

リングダウン分光法（CRDS）を用いた水の吸収スペク

トル測定の高感度化・高分解能化に向けた研究を進めて

いる。共振器の共振周波数とプローブレーザーの周波数

を1台の波長計を用いて同時に制御することで、高感度

化に必須となるフィネスの高い共振器（反射率の高いミ

ラーを用いた共振器）を使用でき、尚且つ長時間安定測

定が可能な計測技術の確立を目指している。さらに、共

振器の共振周波数を任意に設定できるようにすることで、

従来の CRDS による測定では制限されていた高分解能

なスペクトル測定の実現を目指している。最終的には、

実際に微量水分の標準ガスを測定・解析することで、本

研究手法の検証を行う。 

 H29年度は、まず、CRDS 用プローブレーザーの周
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波数の制御機構を確立した。非線形光学結晶を用いてプ

ローブレーザーの二倍波を生成し、それを用いて周波数

制御できるようにした。次に、共振器の共振周波数の制

御機構を確立した。共振器の共振周波数は共振器長に依

存しているため、ミラーの片方に設置されている圧電素

子を用いて共振器長を制御できるようにしてある。制御

の際に使用する参照用レーザーとして、今回は、波長可

変半導体レーザーを採用した。このレーザーの周波数を

波長計で制御することで、共振器の共振周波数を任意の

値に制御できるようにした。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］キャビティリングダウン分光法、共振器、

レーザー、波長計、スペクトル、高感度 

 

［研 究 題 目］金属原子とタンパク質イオンの反応によ

る新規ラジカル分解質量分析法の開発 

［研究代表者］浅川 大樹（分析計測標準研究部門） 

［研究担当者］浅川 大樹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 タンパク質の翻訳後修飾、特にリン酸化や糖鎖付加な

どによってタンパク質の活性が調節され、生命活動が営

まれている。この翻訳後修飾の重要性は広く認識される

ようになってきているが、タンパク質の中のどの位置に、

どのような修飾が存在するのか、という詳細な情報を得

ることは現在の分析手法では困難であることが多い。本

研究では、この翻訳後修飾を含むタンパク質の「真の姿」

を明らかにするために、タンパク質分析に広く用いられ

ている「質量分析法」を高度化することで、タンパク質

分析の基盤技術を構築することを目的とする。 

 我々が研究を行っているタンパク質のラジカルに伴う

分解を利用したタンデム質量分析法は、タンパク質の真

の姿を検出するために適した手法である。しかしながら

実用への課題としては、分解効率が低い点である。この

欠点から、微量にしか存在しない未知タンパク質試料に

は適用できていないのが現状である。本研究では、反応

性の高い金属原子やラジカルなどの中性原子を質量分析

装置内に導入しタンパク質イオンと反応させることで、

ラジカル分解の効率を飛躍的に向上させることを目標と

する。 

 エレクトロスプレー四重極飛行時間型タンデム質量分

析計内で衝突室として用いられているイオンガイドを新

規ラジカル誘起フラグメンテーション法の実証実験のた

めに最適化したものを作成し、交換を行った。新たな構

成においても、従来のタンデム質量分析装置と同様に、

ペプチド・代謝物など生体分子の分析が可能であること

を確認した。次に、ペプチドやタンパク質イオンと金属

原子の反応によりラジカル化を行ために、まず金属原子

が真空中へ導入されていることを確認する実験を行った。

この結果から通電加熱により金属原子を発生させるフィ

ラメントが比較的安定的に使用でき、この研究に適して

いることがわかった。このフィラメントをエレクトロス

プレー四重極飛行時間型タンデム質量分析計に取り付け

新規ラジカル誘起フラグメンテーション法の実証実験を

行う。本研究の成果によって、これまで同定できなかっ

たタンパク質内の翻訳後修飾の位置情報が得られるよう

になり、疾患の早期発見のためのバイオマーカー探索や

治療薬の開発などへの貢献が期待される。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］タンデム質量分析、ラジカル化、タンパ

ク質翻訳後修飾 

 

［研 究 題 目］ヒト iPS 細胞由来の分化細胞を用いた

次世代環境診断システムの開発 

［研究代表者］谷 英典（環境管理研究部門） 

［研究担当者］谷 英典（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 ヒト人工多能性幹細胞（ヒト iPS 細胞）、及び、ノン

コーディング RNA に着目することで、化学物質等のヒ

トへの直接的影響評価を可能とする、次世代環境センシ

ングシステムの開発を目的として研究を進めた。ヒト

iPS 細胞は、多くの細胞に分化できる分化万能性と、分

裂増殖を経ても維持が可能な自己複製能を有する細胞で

あり、元の細胞の性質・機能を維持しているという利点

を有する。また、ノンコーディング RNA はタンパク質

に翻訳されない RNA であり、細胞のストレス応答にお

いてダイナミックな制御機構を担うことが近年報告され

始めている。まず我々は、フィーダー細胞を用いないヒ

ト iPS 細胞の安定的な培養法を確立した後、神経幹細

胞に分化させ、本細胞にモデル環境ストレスとして、過

酸化水素、塩化水銀、シクロヘキシミド、塩化亜鉛等を

24時間暴露することで、暴露後 RNA 発現量が著しく増

加する長鎖ノンコーディング RNA として、4つの新規

分子（TUG1、GAS5、FAM222-AS1、SNHG15）を同

定した。本結果より、長鎖ノンコーディング RNA には、

環境ストレス全般に応答するものと、特異的に応答する

ものが存在することを見出した。また、従来のバイオマ

ーカーとしてストレス関連遺伝子等（mRNA）と比較

した結果、長鎖ノンコーディング RNA の方が高感度か

つ迅速に環境ストレスに応答することを見出した。以上

より、ヒト iPS 細胞において、長鎖ノンコーディング

RNA が環境ストレスに対するサロゲート分子として有

用であることが示された。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］細胞、化学物質、ノンコーディング 

RNA 

 

［研 究 題 目］超弾性レジリンモデルハイブリッドポリ

ペプチドの創製 

［研究代表者］福岡 徳馬（機能化学研究部門） 

［研究担当者］福岡 徳馬（常勤職員1名） 
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［研 究 内 容］ 

エラスチン、コラーゲン等に代表される弾性タンパク

質は、人間や動物、昆虫などの生物の細胞や組織・器官

を構成している構造タンパク質として知られている。中

でも昆虫の骨格タンパク質である「レジリン」は、合成

ゴムをはるかに凌ぐ90 %以上の高いレジリエンス（復

元力）と、何十億回と伸縮を繰り返しても劣化しない高

耐久性を示すことから、近未来の天然超高弾性繊維とし

て期待される。本研究では、レジリンをモデルとした人

工ポリペプチドを設計・合成し、ペプチド鎖中のチロシ

ン残基の酸化カップリングにより構造・機能を制御した

超高性能バイオエラストマーの創製に取り組む。 

本年度は、ショウジョウバエ及びハマダラカ由来レジ

リンに見られる3種類の繰り返しアミノ酸配列（11～15

アミノ酸）が8～32回繰り返されるポリペプチド、およ

び各々の繰り返しアミノ酸配列が連結したブロック共重

合体状のハイブリッドポリペプチド、合計42種類を遺

伝子工学的手法によって生産することに成功した。これ

らのレジリン模倣ポリペプチドは His-Tag タンパク質

として Ni アフィニティーカラムで回収できることを確

認し、その分離精製条件を確立した。得られた精製ポリ

ペプチドは、MALDI-TOF/MS 分析によって分子量が

単一のポリマーであることを確認した。 

今後は得られたポリペプチドを十分な量確保し、これ

らを用いてチロシン残基の酸化カップリングを行い、ハ

イドロゲル等を調製して機械物性や粘弾性等の評価を進

める。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］ポリペプチド、レジリン、人工タンパク

質、弾性繊維、微生物生産、遺伝子組換

え、酸化カップリング、バイオベース素

材 

 

［研 究 題 目］微小金属材料の両振応力条件における疲

労挙動の評価 

［研究代表者］名越 貴志（製造技術研究部門） 

［研究担当者］名越 貴志（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 金属材料から作成した微小試験片の疲労挙動を明らか

にするため、本年度は試験機の改修及び、微小疲労試験

検証のための単結晶ニッケルの疲労損傷の影響を検討す

る予定であった。問題であった、疲労試験を可能とする

ソフトウェアの開発については他の研究機関との共同研

究という形で調達することができ、予定したものよりも

高性能なソフトウェアの開発が可能となった。本ソフト

ウェアを用いることによってこれまでは変位と荷重のア

ナログ入力がクロストークを起こしているとおぼしき現

象が回避できるとともに、変位をより自由に入力するこ

とでひずみ急変試験や両振り疲労試験などに対応するこ

とが可能となった。さらに、ソフトウェアはラボビュー

ベースのシステムで、ソースファイルも所持しているた

め、今後の試験機改修に当たっても柔軟にソフトウェア

の修正を行うことができ、冗長性がより高まった。 疲

労試験の実証として予定していたニッケル単結晶につい

ては、計画を前倒しし、チタンで行うこととした。チタ

ンについて繰り返し引っ張り、圧縮を加え、その都度試

験片表面の観察を行った結果、塑性変形によって生じる

滑り帯が増加していく様が観察できており、引っ張り圧

縮に伴う変形の様子の観察に成功したといえる。試験片

作成に時間を要したため、数多くの試験は行えなかった

が、今年度レーザー粗加工による作成時間の短縮を検証

し、集束イオンビーム（FIB）のみの加工だとこれまで

2 週間程度必要としていたものを1週間以下に抑えるこ

とができるとともに FIB の利用時間も短縮することに

成功した。これにより、今後の研究はより加速すること 

ができると考えられ、今後の進捗に期待できる。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］微小疲労試験、サイズ効果、集束イオン

ビーム（FIB） 

 

［研 究 題 目］混合凝縮性ガスを導入する光ナノインプ

リント技術の開発 

［研究代表者］鈴木 健太（集積マイクロシステム研究

センター） 

［研究担当者］鈴木 健太（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

光ナノインプリントは最先端リソグラフィへの応用が

検討されており、更なるプロセスの高速化や低欠陥化が

求められている。ハイドロフルオロカーボン（HFC）

系凝縮性ガスを導入するナノインプリント手法は、バブ

ル欠陥の完全除去以外にも樹脂の高速充填やモールドの

低離型力といった大きな利点がある一方で、ガスをナノ

インプリント用の樹脂が吸収してしまうのに起因したパ

ターンの品質の低下が課題とされていた。そこで本研究

では、これまでと飽和蒸気圧の異なるハイドロフルオロ

オレフィン（HFO）系の凝縮性ガスを導入する手法の

検討を行い、ガスの吸収量の調査とパターン品質の評価

を行う。今年度は真空グローブボックスを用いて、

HFC 系凝縮性ガス［1,1,1,3,3,-ペンタフルオロプロパン

（PFP）飽和蒸気圧0.15MPa］と HFO 系凝縮性ガス

［トランス-1,3,3,3-テトラフルオロプロペン（TFP）飽

和蒸気圧0.5 MPa］の雰囲気下において、25種類の溶剤

の溶解量を測定し、ガスの吸収量の傾向の調査を行った。

小型容器に3 mg の各溶剤を封入し、グローブボックス

内をガス雰囲気に置換した後に、10分間ガスに暴露し、

その時の吸収量の変化を、電子天秤を使用して質量分析

した。PFP、TFP のどちらのガスも14種類の溶剤への

吸 収 を 確 認 し 、 そ の 中 で も Aceton, Dimethyl 

formamide, Tetrahydrofuran の3種類の溶剤に対して

の吸収量が多いことがわかった。溶解する溶剤の種類は
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PFP と TFP で同じ傾向を示していたが、PFP ガスの溶

解量は TFP ガスに比べて約5倍多かった。このことは、

PFP ガスと TFP ガスの飽和蒸気圧の違いが溶解量の違

いに起因していると考えられ、TFP ガスを用いた場合

にはどのような樹脂を用いた場合にも PFP に比べて高

品質なパターンが得られることができると推察される。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］光ナノインプリント、凝縮性ガス、UV

硬化樹脂、飽和蒸気圧 

 

［研 究 題 目］表面微細構造を用いたナノ印刷技術の開

発と光学応用 

［研究代表者］穂苅 遼平（集積マイクロシステム研究

センター） 

［研究担当者］穂苅 遼平（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、線幅100 nm のパターンが形成可能

なナノ印刷技術を実現し、微細構造により機能する光学

素子に応用することである。本研究の実現により、一般

的な微細加工に必要であった成膜、露光、現像、エッチ

ング、洗浄等の工程を大幅に簡素化することができ、柔

軟な樹脂フィルムに直接パターニングすることも可能に

なる。本年度は、従来の印刷技術では困難なナノパター

ニングを実現するために、ナノインプリント法で形成し

た表面微細構造に生じる毛細管力を利用する印刷方法の

開発・改良を行った。100 nm 線幅の印刷パターンの形

成には、インクと印刷基板のぬれ性のコントロールだけ

でなく、インクの塗布方法も重要である。素材が異なる

2種類のスキージを用いたダブルスキージングにより、

70 nm 線幅の印刷パターンの形成に成功した。この成

果により、印刷技術の光学応用など新たな展開が見えて

きた。その応用開発の第一弾として、光メタマテリアル

の作製を試みた。可視域から近赤外域で機能するスプリ

ットリング共振器と電磁誘起透明化メタマテリアルを印

刷技術で形成することに成功し、構造に起因する光学応

答が観測された。金属ナノ構造で構成される光メタマテ

リアルの光学特性は、その金属材料の物性に強く影響を

受けるため、金属インクで形成された光メタマテリアル

が機能したことは重要な知見である。しかしながら、真

空成膜による光メタマテリアルと比較すると10 %以上

ロスが大きい結果が得られている。今後、パターン形状

とパターンを形成するナノ粒子（インク）の状態に対す

る光学特性の相関を調べ、光学応用の可能性を評価して

いく。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］印刷、ナノインプリント、光学素子 

 

［研 究 題 目］Modelica と機能モデリングを統合した

システム全体構成自動合成の研究開発 

［研究代表者］高本 仁志（製造技術研究部門） 

［研究担当者］高本 仁志（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 本研究は、人工知能など推論技術を適用した計算機援

用設計技術を基礎として、様々な構成要素・物理法則を

考慮しシステムの挙動を得る Modelica 技術と、システ

ムが満たすべき機能という観点でユーザーニーズの論理

構造を記述する機能モデリング技術とを統合し、これま

でギアボックス等、構成要素の種類や支配的な物理法則

が 限 定 さ れ た シ ス テ ム の 設 計 に 特 化 し た

Computational Design Synthesis（CDS）の理論を拡

張し、ハイブリッド自動車等の複雑なシステムの全体構

成設計に適用可能な CDS を開発・体系化するものであ

る。 

本研究は2年で完了する計画であるが、この1年目に

おいて、本研究の実験環境と実験モデルの構築を行った。

計画書の予定通り、電力供給システムをモデル例として、

Modelica によるシステム評価とその評価結果を踏まえ

た代替案生成方法を提案し、本研究の一年目の目的を達

成できた。また、この結果は設計工学分野の国際ジャー

ナルとして評価を受けている JAMDSM 誌に採択され

た。 

最終年度である H30年度では、スマート製造システ

ムを例として採用し、より広範な構成要素や物理現象、

その他の知識表現を扱うための CDS の拡張を試み、当

該理論の適用範囲が広範であることを示し、当該理論の

今後の研究の余地を広げる。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］設計工学、モデルベース開発 

 

［研 究 題 目］微弱光イメージングを可能にする超伝導

転移端センサ多素子読み出しの開発 

［研究代表者］服部 香里（物理計測標準研究部門） 

［研究担当者］服部 香里（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 超伝導検出器を用いた単一光子検出器を多素子化・ア

レイ化し、超高感度かつ分光可能な大型カメラを実現す

る多素子読み出しを開発する。超伝導転移端センサーは、

光子を高い効率（＞98 %）で検出できる一方、応答が

速い（時定数＜1 s）ために多素子を読み出すのが困難

であった。本研究では、この高速応答を逆手に取る。光

子による信号の立ち上がりのみをフィルタによって取り

出す、これまでにない方式の読み出しを開発する。この

方式では、超伝導転移端センサーでは不可能と考えられ

てきた二次元読み出しを実現できる可能性がある。 

 平成29年度は回路シミュレータを用いて、回路設計

を行った。フィルタを通して読み出す信号は、光子が到

来した際の信号の立ち上がりのみである。もし、立ち下

がりの信号（立ち上がりよりも1桁以上遅い）もフィル

タを透過してしまうと、TES の電熱フィードバックに

影響を及ぼし、不安定性につながる。したがって、読み



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(819) 

出し試験に用いる予定の TES 検出器の時定数に合わせ

た設計を行った。用いるフィルタの仕様を LC フィルタ

（インダクターとコンデンサからなるフィルタ）に決定

し、回路素子の選定を行った。当初、微細加工技術でイ

ンダクターを作成する予定だったが、回路の寄生インダ

クタンスがフィルタのインダクタンス成分を形成するこ

とが判明した。したがって、新規に作成する必要がない

ことを確認した。LC フィルタの評価システムの設計、

準備を行った。試験については平成30年度に行う予定

である。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］光センサー、イメージング、超伝導、多

素子、アレイ読み出し 

 

［研 究 題 目］オンチップ型フーリエ変換赤外分光 

（FT-IR）システムの実証 

［研究代表者］高 磊（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］高 磊、コン グアンウェイ、 

前神 有里子、岡野 誠、山本 宗継、

山田 浩治（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

 近～中赤外光域は分子の官能基における伸縮や変角振

動が光エネルギーと一致するため、THz 帯と並んで古

くから「指紋スペクトル帯」と呼ばれる。そのため、測

定対象物の透過もしくは反射光の赤外スペクトルを照査

することで分子の定性および定量分析が可能である。ス

ペクトル分析における現在の主流は非分散型のフーリエ

変換赤外分光法（FT-IR）である。一般的な FT-IR 装置

はマイケルソン干渉計より構成され、片アームの光路長

可変ミラーにより得られたインターフェログラムを高速

フーリエ変換（FFT）することによって高分解能および

高 S/N 比の分光を可能にする。本研究提案では、シリ

コン（Si）導波路型平面光波回路によりマッハツェンダ

干渉計（MZI）への置き換えを図る。 

 本年度は素子設計および実験環境の構築を中心に従事

した。素子動作に必要な数値計算およびサイズを意識し

た設計を行った結果、素子あたりのサイズは1x1 cm2を

大幅に下回ることが出来た（約8.8 mm2）。また、分割

抵抗構造を採用することで印加電圧を低減し、測定装置

の限界を緩和した素子設計を試みた。これらのアイデア

を具現化した素子作製は昨年末に完了し、狭線幅波長可

変レーザを用いてインターフェログラムを取得し、FFT

によって分解能を評価した。加熱電力3.49 W（印加電

圧35 V）において、最高周波数分解能25 cm-1を達成で

きている。また、広帯域 SLD 光源を入射することで、

スペクトルが一定程度再現できることを示した。  

［領 域 名］エレクトロニクス・製造   

［キーワード］シリコンフォトニクス、分光素子、 

FT-IR 

 

［研 究 題 目］熱放射自己干渉ホログラフィによる三次

元放射温度計測 

［研究代表者］井邊 真俊（物理計測標準研究部門） 

［研究担当者］井邊 真俊（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 サーモグラフィは二次元温度分布を計測できる。しか

し、カメラ同様、被写体に対してフォーカスを合わせな

ければ正確な温度計測はできない。そのため、絶えず移

動する粒子や生体への適用は困難である。 

 この問題の解決を目的とし、ホログラフィ技術を用い

た温度分布計測技術の研究を実施する。ホログラフィで

はホログラムを記録した後に計算処理で自在にフォーカ

スを変えることができる。したがって、サーモグラフィ

ではピンぼけして追従できないような、移動物体の撮影

が可能である。本研究では、対象からの熱放射をホログ

ラムとして記録する。熱放射は温度に依存するので、こ

のホログラムから温度情報を求める。フォーカスを自在

に変えられるので、平面だけでなく奥行き方向も加えた

三次元温度分布計測が可能と考えられる。 

 初年度となる平成29年度は熱放射のホログラム記録

光学系を設計した。熱放射の放射輝度と温度の関係は定

式化されている。つまり、対象からの熱放射の放射輝度

をホログラムから算出できれば温度計測はできる。加え

て、対象が移動した場合でも算出できれば、本研究の目

的である奥行方向も加えた温度分布計測が可能になる。

そこで、対象の距離が変化しても放射輝度を測定可能な

ホログラム記録光学系を設計した。従来までの放射輝度

計とは異なり、放射輝度を直接求める系ではない。記録

後の計算処理によってホログラムから対象の放射輝度を

計算する。積分球による均一放射輝度源のホログラム記

録の原理検証実験をおこない、設計した距離の範囲内で

放射輝度が不変であることを実証した。今後は、この光

学系を用いて温度情報を算出するために必要な校正技術

を実施する予定である。  

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］ホログラフィ、計算光学、非接触温度計

測、熱放射 

 

［研 究 題 目］高速濃度変更可能な小型ガス中微量水分

発生装置の開発 

［研究代表者］天野 みなみ（物質計測標準研究部門） 

［研究担当者］天野 みなみ（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 物質量分率100 ppb～100 ppm の間で任意の濃度の水

分を含むガスを素早く安定的に発生できる、小型の湿度

発生装置の開発を行っている。水分発生素子にはパーミ

エーションチューブを用いる。通常、パーミエーション

チューブ法では、チューブの中に水を入れ、壁面を通っ

て内部から外部へ浸透してくる水蒸気で乾燥ガスを加湿

するが、本研究では空のチューブを水槽に浸し、外部か
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ら内部へ浸透してきた水蒸気で乾燥ガスを加湿する。チ

ューブは表面積が数百 cm2と小さく、また容易に水の排

出や継ぎ足しが可能であるため、現場に持ち運んでガス

を発生させることが可能となる。また、複数の素材を組

み合わせてチューブを設計することで、広範囲の水分濃

度に対応することが可能となる。今年度は、適切な水分

透過速度を得るために、様々な素材のチューブの水分透

過速度の測定を行い、目標とする水分濃度を得るのに適

当な素材の検討を行うとともに、発生槽の設計にも着手

した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］湿度発生、微量水分、パーミエーション

チューブ 

 

［研 究 題 目］有機構造規定剤及びゲルマニウムフリー

合成法による超大細孔ゼオライトの開

発 

［研究代表者］上村 佳大（化学プロセス研究部門） 

［研究担当者］上村 佳大（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

超大細孔ゼオライトの一つである UTL 型ゼオライト

を、有機構造規定剤とゲルマニウムを用いない条件下で

合成することを目標とする。本研究を達成するため、種

結晶添加法を利用する。 

平成29年度は、種結晶添加法によるゼオライトの基

盤合成技術を確立するため、まずは既存のモデルゼオラ

イトを選択し、このゼオライト骨格において、アルミノ

シリケート反応混合物、水熱処理温度、水熱処理時間、

種結晶の Si/Al 比を変化させて、合成を実施した。種結

晶や生成物は X 線回折、電子顕微鏡観察、窒素吸脱着

測定などを用いて評価を実施し、多角的に解析すること

で、これらの条件が最終生成物の結晶性や不純物の成長

度合いなどに及ぼす影響について検討した。本研究では、

種結晶ゼオライトと様々な組成で調製したアルミノシリ

ケート反応混合物から結晶化するゼオライトの構造類似

性に着目した作業仮説に基づいて、合成を実施する。並

行して、UTL 型ゼオライトに関する論文調査を実施し、

そこから既往の合成手法や条件の探索を行い、UTL 型

ゼオライト合成のための知見の拡充を行ってきた。今後

は、これまでに得られた種結晶添加法の合成結果を基盤

に、UTL 型ゼオライトの有機構造規定剤及びゲルマニ

ウムフリー合成を検討する。種結晶として既往の合成技

術を基に UTL 型の結晶化に成功した後、UTL 型ゼオ

ライトを再現性良く結晶化させるための合成条件（反応

温度や時間等）の最適化を行う。得られた UTL 型ゼオ

ライトに対してはキャラクタリゼーションを行い、他の

ゼオライトのキャラクタリゼーションの結果と比較して、

それぞれの特徴をまとめる。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］ゼオライト、多孔質材料、合成 

［研 究 題 目］高アスペクト有機修飾ベーマイトアルミ

ナの連続合成技術開発 

［研究代表者］藤井 達也（化学プロセス研究部門） 

［研究担当者］藤井 達也（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 研究代表者はこれまでに高温高圧水を用いて高アスペ

クト有機修飾ベーマイトを one-pot で合成する技術を開

発した。さらに、このベーマイトを素材として利用し、

フレキシビリティ・絶縁性を持ちポリイミド／アルミナ

系で最高水準の熱伝導率を有する絶縁複合膜を開発した。

この素材を実用化へ向けて、スループットを上げるため

の連続化技術の確立が課題である。現在バッチ式で10

分以上かけて合成を行っているが、連続プロセスの小型

化・省エネ化に向けて処理時間を短くすることが求めら

れる。本研究では、まずバッチ式反応器で温度や圧力を

操作因子として実験を行い、短時間でベーマイトロッド

を合成できる条件を明らかにする。さらに、その結果に

基づいて連続装置を作製し、連続化により制御可能とな

るパラメータ（混合状態、昇温速度など）を含めて連続

合成プロセスの最適化を目指す。 

 平成29年度は、メカニズムを明確化していくととも

に連続プロセスに適した反応条件を明らかにするために、

簡便に実験を行えるバッチ式反応器を用いて、温度・圧

力条件を操作因子として様々な条件で実験を行った。得

られた生成物を分析することによって、結晶成長や有機

修飾の挙動を明らかにすることができた。これにより、

どのような条件で素早く粒子成長でき、かつアスペクト

比を大きくできるかを明らかにできた。この定量的デー

タに基づいて、どのような条件（温度、滞留時間等）で

実験できるように連続装置を作製すればよいかを明らか

にすることができた。平成30年度は、この知見に基づ

いて連続装置を設計・作製し、連続装置における最適化

へ向けて開発を進める計画である。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］高温高圧水、ベーマイト、有機修飾、連

続 

 

［研 究 題 目］ナノトンネル構造を有する鉄鉱物を用い

たヒ素・フッ素複合汚染土壌の不溶化 

［研究代表者］森本 和也（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］森本 和也（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

自然由来の複合汚染土壌から溶出が懸念される有害物

質、特に報告事例の多いヒ素とフッ素について、鉄鉱物

を用いた不溶化技術の開発を開始した。ヒ素およびフッ

素の不溶化資材として、陰イオン交換能を持ち、酸・ア

ルカリに対する安定性も高い鉄鉱物のアカガネアイトに

着目した。アカガネアイト結晶はナノトンネル構造を有

することから、ナノトンネル構造内にヒ素・フッ素陰イ

オンを取り込み、安定的に保持することが期待される。 
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アカガネアイトの合成条件について検討を行った。塩

化第二鉄試薬を原料として用い、溶液濃度・合成温度・

合成時間ついて条件を検討し、それに伴う溶液 pH の変

化についても追跡した。合成物の鉱物学的キャラクタリ

ゼーションを、粉末 X 線回折分析、蛍光 X 線分析、走

査型電子顕微鏡観察により実施した。鉱物相の同定と化

学組成を明らかにし、アカガネアイトの生成量と結晶性

について評価することで、アカガネアイトの最適な合成

条件を探索することができた。最適化した合成方法で得

られたアカガネアイトに対して、ヒ酸イオン・フッ化物

イオンの吸着実験を実施した。ヒ酸イオンおよびフッ化

物イオンをそれぞれ単独で添加したときのアカガネアイ

トに対する吸着特性を評価するため、固液比を定めたバ

ッチ式の吸着試験により、所定時間振とうした後、固液

分離し、溶液中に残存したイオンの濃度を測定した。ヒ

酸イオンの分析には誘導結合プラズマ質量分析計を、フ

ッ化物イオンの分析には共存する鉄イオン等の影響を避

けるためイオンメーターを用いた方法で濃度測定を行っ

た。アカガネアイトに対するヒ酸イオンおよびフッ化物

イオンの吸着実験においては、イオンの正確な定量分析

手法の確立と、それぞれのイオン単独での吸着特性を評

価することができた。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］ナノトンネル構造、鉄鉱物、アカガネア

イト、ヒ素、フッ素、不溶化 

 

［研 究 題 目］組織再生における有核血球細胞の動態解

明 

［研究代表者］原本 悦和（創薬基盤研究部門） 

［研究担当者］原本 悦和（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 組織が損傷を受けた際、最初に起こる重要な生理反応

が止血である。止血の際に形成される血餅には血小板と

多くの赤血球がトラップされる。哺乳類以外の生物では、

血小板の役割を果たす栓球と赤血球が有核であることか

ら、無核である哺乳類とは異なる生理反応を示す可能性

が考えられる。 

 アフリカツメガエルを用いて行ったこれまでの研究か

ら、採血直後の血液試料と血液凝固後1時間経過した血

餅試料の間で多くの遺伝子の発現量が変化していること

を見出していた。本研究では、血液凝固後の経時的な遺

伝子発現変化を明らかにするため、血餅試料を回収し、

マイクロアレイを用いて網羅的な解析を行った。その結

果、血液凝固後に上昇する遺伝子のセットが時間を追う

ごとに大きく変化していることがわかってきた。 

 血液凝固反応がそれぞれの細胞にどのような変化をも

たらすのか明らかにするためには、各血球細胞種の動態

を追跡する必要がある。両生類の血球細胞に関してはま

だ情報が十分とは言えず、細胞の種類によってはマーカ

ー遺伝子すらよくわかっていない。各種血球細胞を分取

する方法の開発とマーカー遺伝子の探索を進めるととも

に、遺伝子発現変化がもたらす生理的意義について解析

を進める。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］両生類、有核血球細胞、血液凝固、遺伝

子発現変化 

 

［研 究 題 目］機能的構造平衡の NMR 解析による刺激

に適合したキナーゼシグナル選別機構の

解明 

［研究代表者］德永 裕二（創薬分子プロファイリング

研究センター） 

［研究担当者］德永 裕二（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究においては、特定の刺激下における細胞内シグ

ナル伝達において、細胞内環境を「解読鍵」として複雑

な分子間ネットワークをデコードすることにより刺激に

適合したシグナル分子群が選別されるという概念に立ち、

これをストレス応答キナーゼとその基質の選別において

検証し、また環境を検知する構造機構を明らかとするこ

とを目指す。 

 平成29年度には、ストレス応答キナーゼである p38

が、数ある特異的基質の中から、ストレス下に特徴的な

細胞内環境に応じて、適切な基質 ATF2を選び取る機構

の分子論的解明を目標とした。ストレス刺激に付随する

細胞内環境変化として pH の弱酸性化に着目し、p38の

基質特異性プロファイルをどのように変化させるかを調

べた。この結果、pH 低下条件においては、p38は

ATF2を他の基質と比較して効率よくリン酸化するよう

に変化することを in vitro キナーゼアッセイにより示

した。さらに、この変化は、ATF2の p38結合部位に固

有のヒスチジン残基が pH 低下に伴いプロトン化される

ことに依拠することを突き止め、一時配列レベルでの構

造機構を解明した。こうして、キナーゼが特異的基質の

リン酸化において、環境条件を制御因子として特定の基

質を選別する現象を実証するとともに、その機構を生化

学的に解明する目標を達成した。 

 また、ATF2の T69および T71の二重リン酸化につい

て、実時間 NMR 測定によるキナーゼアッセイから、

p38による両者のリン酸化を分析的に解析した。この結

果、T71リン酸化は pH 低下時にのみ効率よく進行する

ことが明らかとなった。このような、隣り合う2箇所の

リン酸化に対する pH の非対称的な影響は予想外の結果

であった。増殖シグナル下での ATF2リン酸化において

は、T71のリン酸化は ERK2を責任キナーゼとし、p38

は T69のみをリン酸化することが知られているが、今

回得られたデータはこの生物学的知見を in vitro にて示

すとともに、ストレス下ではこのような制限が解除され、

p38パスウェイの活性化のみで ATF2の二重リン酸化が

進行することを示したものと言える。このような機構は、
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正常時には ERK2 と p38 のどちらか一方の基底活性

でシグナルが伝達されることを防ぐ論理ゲートの役割を

担うとともに、ストレス下では迅速にシグナル伝達が可

能となるよう、環境によって適切な基質特性を示す機構

となっている。このように、増殖シグナルおよびストレ

スシグナルの両方に働く ATF2が、その時々にリン酸化

の責任キナーゼを使い分ける現象は、MAPK における

基質選別と対をなす、基質における責任キナーゼの選別

機構を見出したものといえ、研究課題の概念的拡張に至

る重要な発見である。 

 また、平成30年度以降に p38-ATF2 の動的構造解析

を遂行するためのツールのひとつとして、従来はメチル

基1H 核に用いられてきた禁制コヒーレンス(FCT)解析

法を19F 核に適用する技術的拡張に取り組んだ。この結

果、p38結合状態における CF3基含有化合物の 19F 核

をプローブとし、多量子遷移に由来する NMR 信号を検

出することに成功した。同信号強度の時間依存性を解析

することにより、標的結合時の化合物 CF3 基の運動性

を定量的に決定した。この成果は学術論文雑誌 

Molecules に掲載された。 

 

［参考文献］Tokunaga Y, Takeuchi K, and Shimada I, 

Molecules (2017), 22 (9), 1492. Forbidden Coherence 

Transfer of 19F Nuclei to Quantitatively Measure the 

Dynamics of a CF3-Containing Ligand in Receptor-

Bound States. 

 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］シグナル伝達、基質選択性、ストレス応

答、キナーゼ、構造平衡、分子間相互作

用、溶液 NMR 法 

 

［研 究 題 目］堆積物環境に優占する未培養アーキアの

分離培養と生理生態機能の解明 

［研究代表者］片山 泰樹（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］片山 泰樹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、海成堆積物環境に優占的に存在し、系統的

に新規な未培養微生物群を可培養化し、主要な炭素リザ

ーバーである堆積物環境における微生物の生態的役割や

進化学的な特徴を明らかにすると同時に、産業的な利用

を図るものである。 

 今年度は、海成由来堆積物試料を採取し、様々な基質

を用いて集積培養を行い、下記3つの成果を得た。対象

とする微生物種について、優占的に検出される培養系の

構築に成功した。さらに、物理化学的な培養条件の検討

を行い、対象種の優占度を保ったまま、集積培養物に含

まれる微生物種の数を削減すること、安定的に継代培養

することに成功した。本培養物に含まれる微生物の多様

性を16S rRNA 遺伝子に基づいて系統解析したところ、

対象種以外に2種の細菌や、水素・酢酸利用性メタン生

成アーキアが検出された。また、上記の培養の過程で、

系統的な新規性の高い微生物種の純粋培養に成功した。

生理学的実験の結果、従属栄養細菌であるこの種はメタ

ン生成アーキアやその他の従属栄養細菌と共培養させる

ことで、増殖が大きく促進されることを明らかにした。

16S rRNA 遺伝子に基づく系統解析では、本細菌は、主

に堆積物環境、それ以外の嫌気環境にも普遍的に検出さ

れる系統群に帰属することが明らかとなり、これらの嫌

気環境において様々な微生物種との共生が生態学的ニッ

チを生み出していることが示唆された。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］微生物、未培養、共生、メタン生成 

 

［研 究 題 目］磁硫化鉄(グライガイト)がメタン菌の代

謝を促進する機構の分子生物学的解明 

［研究代表者］五十嵐 健輔（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］五十嵐 健輔（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 地球上の様々な嫌気環境において、メタン菌と硫化鉄

はしばしば共存している。先行研究によって、メタン菌

を磁硫化鉄の一種であるグライガイト（Fe3S4）の存在

下培養すると、メタン生産と増殖が著しく促進されるこ

とが明らかにされている。本研究の目的は、このグライ

ガイト依存的に代謝が促進される機構を、化学および分

子生物学的なアプローチにより解明することである。 

 はじめにグライガイトの鉱物学的特性と代謝促進との

関係性について調査した。その結果、グライガイト以外

の硫化鉄種や酸化処理を施したグライガイトを用いた場

合には、代謝促進がおこらないことが明らかになり、グ

ライガイト特有の鉱物的特性（例えば結晶構造や原子価）

が代謝を促進する生理活性に寄与することが示唆された。 

 次に、グライガイト依存的な代謝促進時におこるメタ

ン菌の遺伝子発現の変化を解明するために、顕著な代謝

促 進 が 見 ら れ た メ タ ン 菌 Methanocaldococcus 
jannaschii を対象にトランスクリプトーム解析を行っ

た。その結果、代謝促進時には、鉄－イオウクラスター

依存的な反応で tRNA の転写後修飾に関わる遺伝子、

そして複数の陽イオントランスポーターの遺伝子などの

発現が上昇しており、鉄－イオウクラスターの合成や利

用に関わる経路が代謝促進に関与する可能性が示された。

現在、上記の結果を裏付けるためのプロテオーム解析の

準備中であり、得られた結果を総合的に考察して細胞内

における代謝変化の全容解明を行う予定である。 

 また、グライガイトによる代謝促進の応用利用の観点

から、多様な種類の微生物（群集）に対して代謝促進が

見られるかを調査した。その結果、有機物からのメタン

生産が可能な共培養系においてもグライガイトによるメ

タン生産の促進が観察され、この技術をメタン生産微生

物群集を用いた廃棄物処理へ応用できる可能性が示され
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た。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］メタン菌、硫化鉄、生理活性、鉄－イオ

ウクラスター、網羅的遺伝子発現解析、

メタン生産 

 

［研 究 題 目］昆虫の体色形成を担う共生細菌の機能解

明 

［研究代表者］森山 実（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］森山 実（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 動物の体色は生物の適応度に密接に関わる重要な形質

であり、高度に洗練されたしくみを介して形成されてい

る。植食性の昆虫類では緑葉に紛れ込む緑体色をもつも

のが多い。一般に、昆虫の緑体色は黄色のカロテノイド

色素と青色のビリン結合タンパク質の組み合わせで形成

されるが、カロテノイドの乏しい植物の汁液を利用する

カメムシ類昆虫ではどのように緑色の体色を形成してい

るのか不明であった。そこで、本研究では共生微生物に

よる色素供給の可能性を疑い、チャバネアオカメムシと

その腸内共生細菌を用いて、この仮説の検証に取り組ん

だ。共生細菌を実験的に除去したチャバネアオカメムシ

は緑体色を形成せず、ビリン結合タンパク質およびカロ

テノイド色素の双方が宿主カメムシの体内から検出され

なくなった。そこでまず、ペプチドマッピングを用いて

ビリン結合タンパク質遺伝子を同定し、それが芳香族ア

ミノ酸を豊富に含むことを明らかにした。さらに、器官

培養系を用いて共生細菌が宿主昆虫にビリン結合タンパ

ク質の原料となる芳香族アミノ酸を供給していることを

証明した。一方、黄色のカロテノイド色素に関しては、

ゲノム解析により共生細菌がカロテノイド合成能をもつ

ことや、HPLC-MS を用いた解析からゼアキサンチン

を主成分としたカロテノイド類を合成することを明らか

にした。さらに、共生細菌のカロテノイド合成能を遺伝

学的に操作し、生成されるカロテノイド組成を変化させ

ると、それに対応する形で宿主カメムシの表皮中のカロ

テノイド組成も変化することを実証し、宿主昆虫が共生

細菌の合成するカロテノイド色素を自身の体色として利

用していることを明らかにした。 

［領 域 名］生命工学  

［キーワード］カメムシ、カロノテイド、共生細菌 

 

［研 究 題 目］粒子群の基礎物性に関する2D-3D 変換

技術の開発 

［研究代表者］上田 高生（環境管理研究部門） 

［研究担当者］上田 高生（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 粒状材料の粒子サイズや形状は基本物性に大きな影響

を及ぼすため3次元的（3D）な真の情報を取得すること

が重要であるが、実際には顕微鏡観察等による粒子の投

影図や断面などの2次元的（2D）な計測で代替せざるを

得ない場合が多い。この課題を解決するため、複数の

2D 実測値から3D 実態を予測する手法の開発を目指し

て研究を実施している。 

 平成29年度は、様々な軸長比の楕円体粒子モデルを

数値解析的に作成し、粒子モデルの2D 値分布（断面積、

断面長軸長、断面長軸／短軸長比、周長）と3D 値（体

積、長軸長、長軸／中軸長比、長軸／短軸長比、表面積）

を関連付けた変換データベースを構築した。また、遺伝

アルゴリズムを用いた最適化手法により、観測対象の粒

子群に最尤な粒子モデルの組み合わせを決定することで、

観測2D 値分布から3D 値を予測する手法を開発した。 

 研究計画では、平成29年度に3D 実態予測手法の基礎

要素として、①3D 粒子モデルの開発、②変換データベ

ースの構築、③3D 粒子モデルの組み合わせ最適化手法

の開発、平成30年度に④上記要素を統合した3D 実態予

測プログラムの開発、⑤X 線 CT 解析による実験検証を

行うことにしていた。現時点で①～③の開発が終了する

とともに、④のプロトタイプが完成しているため、おお

むね順調に進展している。 

［領 域 名］エネルギー・環境  

［キーワード］ステレオロジー、2D3D 変換 

 

［研 究 題 目］シリコーンゴムの動的歪み制御による微

細積層印刷エレクトロニクスの創出 

［研究代表者］日下 靖之（フレキシブルエレクトロニ

クス研究センター） 

［研究担当者］日下 靖之、藤田 真理子 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 省エネルギーの次世代エレクトロニクス製造技術とし

て常圧かつ高速にデバイス製造が可能な印刷エレクトロ

ニクスの実現が期待されている。従来の印刷手法と比べ

て、特に高精細パターニングが可能な印刷手法である反

転オフセット印刷には大きな関心が寄せられている。本

研究では、高品質・高信頼なデバイス製造プロセスとす

るために、寸法インテグリティの確保および層関接続技

術の確立を目的とする。 

 本年度は、印刷時に生じるシリコーンゴムの変形挙動

をモデル化することにより、1）応力変形および界面摩

擦の関係から、印刷中のインク界面にずりが生じ、パタ

ーン寸法安定性が悪化すること（歪近接効果）、また弾

性率および厚みを最適化することにより寸法変化を低減

できることを明らかにした。さらに反転オフセットを平

版式に変更することにより、局所的なゴム変形が抑えら

れ、パターン寸法安定性を劇的に改善できることを実証

した。2）シリコーンゴムを垂直方向に積極的に変形さ

せることにより、微小コンタクトホールにインクを充填

できることを明らかにした。パターン寸法からインク充

填に最適なゴム材料を選定することが可能になった。ま
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た、上下電極層を1000点以上連結したコンタクトチェ

ーンの導通試験により本層関接続技術が高い信頼性を有

することを実証した。これらの技術は、定量的なゴム変

形モデルをベースとしており、微細積層印刷エレクトロ

ニクスのデザインルールとして活用できる。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］印刷エレクトロニクス、パターニング、

接触力学、界面 

 

［研 究 題 目］測定値間の相関に着目した効率的な試験

所間比較の設計 

［研究代表者］城野 克広（物質計測標準研究部門） 

［研究担当者］城野 克広（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、測定値間の相関に着目し、試験所間

比較を効率的に実施する方法を与えることにある。試験

所の測定能力の確認のために、同一のものを複数試験所

で測定し、その結果を評価する試験所比較がよく行われ

る。その実施には数年を要すものもある。一方で、期間

の短縮のために、全試験所をサブグループに分け、サブ

グループごとに異なるものを測定することも行われてい

る。本研究では、サブグループごとの結果が相関関係を

もつように試験所間比較を設計し、全ての測定値を互い

に精度よく関連づけることを目指す。 

 H29年度においては、サブグループを結びつけるリン

ク試験所の測定について、その測定の不確かさと2つ

（以上の）測定の間の相関の妥当性を確認する手法につ

いて論文投稿した。また、これらを用いて非リンク試験

所の測定値を精度よく関連づける方法について研究した。

すべての測定値は試験所間比較のための参照値を介して

関連づけられる。本年度の研究では、この参照値の持つ

性質について詳細に検討した。本研究では、全ての試験

所からの報告値に対して統計モデルを当てはめ、その統

計モデルに基づいて回帰分析を行うことで、参照値を導

いた。この参照値について以下2点を明らかにした。（a）

従来研究では、リンク試験所の測定値対する統計モデル

がサブグループごとに一貫性を持たない解析が行われ、

特に測定値間の相関が弱いときに現実的でないかたより

が生じうる。（b）本研究のアプローチではそのような

かたよりが生じず公平な比較ができる可能性が高い。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］試験所間比較、測定の不確かさ、適合性

評価 

 

［研 究 題 目］スピン波共鳴を利用した磁化反転ダイナ

ミクスの理論的研究 

［研究代表者］山路 俊樹（スピントロニクス研究セン

ター） 

［研究担当者］山路 俊樹（常勤職員1名） 

[研 究 内 容] 

 本研究ではスピン波を利用した磁化反転ダイナミクス

を理論的に解明し、5 Tbit/in2を超える次世代超高密度

磁気記録を実現する磁化反転制御手法の確立を目指す。

また、低消費電力化および低エラー率化の指針を得るこ

とを目指す。本年度は、一次元有効スピンモデルを作成

し、LLG（Landau-Lifshitz-Gilbert）方程式に基づく

数値計算により主に膜厚依存性について調べた。その結

果、磁化反転ダイナミクスが均一モードから不均一モー

ドに変わる臨界膜厚が存在することが分かった。さらに

膜厚を増加させると、マイクロ波アシスト磁化反転にお

いて最小の反転磁場を与える臨界周波数が増加する臨界

膜厚が存在することが分かった。この2種類の臨界膜厚

のマイクロ波磁場強度・交換スティフネス定数・ダンピ

ング定数依存性も明らかにした。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］スピントロニクス、スピン波、高密度磁

気記録 

 

［研 究 題 目］微小観察下での温度負荷による潜傷先端

の光散乱強度変化の実験的解明 

［研究代表者］坂田 義太朗（製造技術研究部門） 

［研究担当者］坂田 義太朗（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

潜傷とは製品製造における研磨工程等で発生するマイ

クロ・サブマイクロスケールの微小なクラックである。

我々は、ガラス基板や Si 半導体ウェハなどに対して、

曲げ応力と光散乱計測とを組み合わせた検査技術「応力

誘起光散乱法」を開発し、潜傷検出に成功してきた。し

かしながら、実際の製造現場で求められるところは、潜

傷発生に関するメカニズムの解明や潜傷検出のメカニズ

ムの解明である。そこで、本研究課題では、潜傷検出の

メカニズム解明の基礎的検討として、微小観察下での潜

傷先端および潜傷近傍の光散乱強度変化を実験的に評

価・解明を行うことを目的とし、研究を進めている。 

平成29年度では、微小領域下での潜傷の光散乱強度

変化の観察を実現するため、温度変化を利用したシステ

ムを構築することに成功した。従来使用してきた応力誘

起光散乱法では曲げ応力を利用してきたことから、微小

観察を行う際に機械的変形により潜傷が被写界深度から

大きく離れてしまう問題を有していたが、温度負荷を利

用することでこの問題を解決することに成功し、微小領

域を観察可能な潜傷検出・評価システムの構築に成功し

た。構築した本システムは300×300 µm 角の微小領域

が観察可能であることも確認しており、微視的に観察す

ることで、潜傷自身において光散乱の発生する領域が異

なることを見出した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］光散乱計測、応力誘起光散乱法、潜傷、

マイクロクラック、検査技術 
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［研 究 題 目］心肥大の分子メカニズム解明を目指した

比較グライコプロテオミクス 

［研究代表者］岡谷 千晶（創薬基盤研究部門） 

［研究担当者］岡谷 千晶（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 心肥大・心不全に至る分子メカニズムの解明は、心不

全治療法の開発における重要課題である。糖鎖修飾は、

タンパク質の細胞内局在やプロセシングの制御などを介

して、タンパク質機能を制御することが知られている。

本研究は、肥大状態の心筋細胞において生じる糖鎖修飾

の異常と心肥大シグナルとの関連性を探ることにより、

心肥大シグナルにおけるタンパク質上糖鎖修飾の意義を

分子レベルで明らかにすることを目的とした。 

平成29年度は、まず in vitro 心肥大モデルの作出条件

を検討した。ラット心室由来心筋細胞を対象とし、肥大

刺激としてアンジオテンシン II、エンドセリン-1、フェ

ニルエフリン、イソプロテレノールを曝露する際の条件

を検討した。細胞面積およびアクチンフィラメント染色

により肥大の程度を評価することにより、最適な培養条

件（培地組成、コーティング剤および播種密度）、薬剤

濃度および薬剤曝露時間を決定した。この検討の際に、

レクチンアレイ（45種類のレクチンを搭載）を用いた

比較グライコーム解析により、コーティング剤の有無や

培地中の血清の有無によって全細胞抽出液の糖鎖プロフ

ァイルが変化することを見出した。次に、決定した条件

により薬剤を曝露した細胞（心肥大群）および薬剤を曝

露していない細胞（対照群）から、培養上清、全細胞溶

解液、細胞親水性画分・疎水性画分を調製し、レクチン

アレイによる比較グライコーム解析を実施した。その結

果、対照群と比較して心肥大群では、細胞疎水性画分の

糖鎖プロファイルが変化することを見出し、その変化を

検出するために有効なレクチンプローブを選出できた。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］心肥大モデル、比較グライコーム解析 

 

［研 究 題 目］南関東の前弧海盆における不整合と大規

模な海底地すべりの関係の解明 

［研究代表者］宇都宮 正志（地質情報研究部門） 

［研究担当者］宇都宮 正志（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究の目的は、南関東に分布する新生代の地層に記

録された大規模な海底地すべりと、海盆の発達過程の関

係を理解することにある。具体的には、1）海底地すべ

り堆積物の厚さや側方分布及び岩体の起源から、それを

形成した海底地すべりの規模と様式を推定する。また2）

周辺地層の年代層序を精度良く明らかにして、堆積速度

の急激な上昇や不整合を形成した構造運動との前後関係

を明らかにする。これにより、これまで十分に明らかに

されてこなかった海底地すべりと海盆発達の関係を地質

学的証拠に基づいて理解でき、活動的な前弧域における

海底斜面の長期的な安定性評価につながる。 

 本年度の計画は、1）更新世の前弧海盆堆積物の露出

状況が良好な房総半島で海底地すべり堆積物の層位と側

方への広がり及びそれらの起源を調べることと、2）こ

れらの地下延長部を掘り抜いた大深度ボーリングコア試

料の微化石・火山灰試料を採取することであった。1に

ついては、これまで層序学的検討が不十分であった上総

層群下部で多数の鍵層（火山灰層）を認定し、海底地す

べり堆積物の年代や堆積相との関係を明らかにすること

が出来た。また深層すべりのすべり面形成にはこれらの

火山灰層が密接に関わっていることや、すべり面におけ

る間隙水圧の上昇を示唆する岩脈の産状などについて詳

細を明らかにすることが出来た。以上の内容について国

内外で学会発表を行うとともに、国内誌と国際誌に公表

した。また2については東京湾周辺の4本の大深度ボー

リングコアから微化石試料と火山灰試料の採取を完了す

ることが出来た。本年度の補助金は主に上記の研究を遂

行するための火山灰分析と試料処理の人件費に充当され

た。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］海底地すべり、前弧海盆、不整合、新生

代、石灰質ナノ化石 

 

［研 究 題 目］糖尿病発症時の膵β細胞に発現するグル

タミン酸受容体活性化シグナルの解明 

［研究代表者］室冨 和俊（健康工学研究部門） 

［研究担当者］室冨 和俊（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、インスリン分泌に関与するグルタミン酸

受容体活性化機構を明らかにし、糖尿病治療標的として

の当該シグナル伝達経路の可能性について検討する。平

成29年度は、インスリン分泌に関与するグルタミン酸

受容体サブユニットの解明およびその受容体サブユニッ

ト活性に影響を及ぼすリン酸化タンパク質の関与につい

て検証した。 

 インスリンを分泌する膵β細胞株 MIN6に発現するグ

ルタミン酸受容体 NMDA 受容体サブユニットを PCR

で確認した結果、NR1および NR2D サブユニットは強

く発現しており、NR2B および NR2C サブユニットは

低発現であった。そこで、NMDA 受容体サブユニット

特異的遮断薬を用い、糖尿病を模倣した高グルコース負

荷時のインスリン分泌に影響を及ぼすサブユニットを検

討した。その結果、NR2B 遮断薬 Ro 25-6981添加時に

培養液中のインスリン濃度が約10倍上昇し、そのイン

スリン分泌量の増加は、脱リン酸化阻害カクテルの添加

によって約半分にまで抑制された。さらに、カルシウム

指示薬 Fluo-4によるカルシウムイメージを行った結果、

Ro 25-6981添加によって細胞内カルシウムイオン濃度

が上昇する傾向を示した。以上の結果、NMDA 受容体

NR2B サブユニットを介してインスリン分泌が亢進す
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ることが明らかとなり、その分泌過程にタンパク質リン

酸化が関与する可能性が示唆された。 

 細胞内カルシウムイオン濃度は、インスリン分泌過程

で上昇することが知られているが、神経細胞では

NMDA 受容体遮断によってカルシウムイオン濃度は減

少する。従って、膵β細胞と神経細胞とでは NMDA 受

容体機能が異なる可能性があり、今後検証したいと考え

ている。 

［領 域 名］生命工学   

［キーワード］インスリン、糖尿病、グルタミン酸受容

体 

 

［研 究 題 目］胎児期低栄養による骨形成不良と2型糖

尿病発症の関連性の解明 

［研究代表者］安永 茉由（健康工学研究部門） 

［研究担当者］安永 茉由（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 当該研究領域においてこれまでに多くのグループによ

り動物モデルが開発されてきたが、動物種や制限給餌量、

その実施期間等が異なる事で表現型が大きく変化するこ

とが明らかにされていた。劇的な変化を生じる発生期に

おいて、様々な環境要因は大きく影響すると考えられ、

動物モデルを使用した実験のみではその分子メカニズム

の解明は困難であると考えた。そこでモデルの簡素化を

目的に in vitro での胎児期低栄養モデルの樹立を試みる

ことにした。 

 使用した細胞はラット骨髄由来間葉系幹細胞（MSC）

で、骨芽細胞へ分化誘導する期間の培地組成を変えるこ

とで、骨形成における胎児期低栄養モデルの作出を試み

ることとした。まずラット骨髄より MSC を単離し、1

週間培養した後、接着した細胞を用いて、骨芽細胞への

分化誘導を行った。そして MSC の骨芽細胞への分化能

を評価するため、分化誘導3週間後に細胞およびその培

養上清を回収し、骨芽細胞の分化マーカーであるアルカ

リフォスファターゼ（ALP）活性およびオステオカル

シン量の定量を行った。その結果、分化誘導しなかった

コントロールと比較して、細胞内において約5.4倍の

ALP 活性の増加が観察された。また培養上清中に分泌

されたオステオカルシンは、骨基質への結合能を有する

γ-カルボキシグルタミン酸（Gla）化されたものとされ

ていない Glu 型とを区別し定量した。その結果、Gla

型は34倍、Glu 型は10.9倍の増加が観察できた。以上

より、単離した MSC は骨芽細胞へ分化誘導可能である

ことが明らかにされ、MSC の骨芽細胞への分化誘導系

およびその評価方法の確立に成功した。現在、樹立した

系を用いた胎児期低栄養モデルの確立を進めている。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］妊娠期低栄養、オステオカルシン、骨形

成、間葉系幹細胞 

 

［研 究 題 目］次世代圧電デバイスに向けた単結晶ナノ

キューブコンポジット三次元配列集積体

の開発 

［研究代表者］三村 憲一（無機機能材料研究部門） 

［研究担当者］三村 憲一（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究開発では、新規非鉛圧電デバイス用ナノ材料と

してチタン酸バリウム系ナノキューブに着目し、それら

の組成を最適化および組成の異なる2種のナノキューブ

による三次元規則配列コンポジットを形成することによ

り圧電特性の向上を検討している。本年度は、チタン酸

バリウムナノキューブのバリウムサイトの一部をカルシ

ウムに置換する合成方法の開発に取り組んだ。合成条件

の最適化を検討したところ、これまでとは異なる原料を

用いても15 nm の均一なサイズを有するチタン酸バリ

ウムナノキューブの合成が可能であることが明らかとな

った。そこで、目的組成の30 mol%のカルシウムの固溶

について、バリウム原料と同様のカルシウム原料を選定

し合成を試みたが、これまでと同様の合成条件ではほと

んど固溶化反応が進まないことが分かった。一方、チタ

ン酸カルシウムナノキューブの合成を試みたところ、フ

ァセットを有する結晶が確認できたが、粒子サイズの不

均一性やキューブ形状ではなくロッド形状に近い形態が

見られたことなどから、バリウムとカルシウムの反応性

が大きく異なるため、水熱合成時に不均一な反応が生じ

ていることが考察された。これらの結果を受け、反応機

構の詳細な解明を行うべく、急速な加熱により均一な核

生成が可能なマイクロ波加熱装置による反応前駆体の合

成や、マイクロ波による水熱合成条件の検討、さらには、

カルシウム原料や添加組成の見直し、他の元素との同時

添加による反応性の向上などの課題が抽出された。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］ナノクリスタル、自己組織化、界面制御 

 

［研 究 題 目］高感度 MEMS 可動部の完全アディティ

ブ形成技術の開発とセンサ応用 

［研究代表者］金澤 周介（フレキシブルエレクトロニ

クス研究センター） 

［研究担当者］金澤 周介、日下 靖之、野村 健一、

牛島 洋史、堀井 美徳、藤田 真理子 

（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は樹脂材料による微小な中空構造を、工程が短

くかつ材料の浪費のない高効率製造技術とともに創出す

ることを目指すものである。センサデバイスの需要が急

速に拡大する中で、高性能化と並行して高効率製造技術

を確立することが持続可能な社会の形成のために急務で

ある。そこで本研究は印刷法の応用による中空構造の完

全アディティブ形成技術の確立を目指し、そのための立

体転写プロセスに係る知的基盤を整備することを目的と
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する。 

 研究計画としては、まず中空構造の転写形成に有効な

インク膜の凝集力と基板との間に形成される付着力の関

係を解明し、プロセスの基本モデルを構築する。次に材

料拡充によるプロセスの汎用化と高度化を並行して進め

る。そして印刷技術の大面積プロセス適性と融合させ、

微弱な事象を高感度かつマッピング計測可能な大面積マ

トリクスセンサとして実証し、本研究を総括する。 

 これまでの研究成果として、オフセット印刷の要領で

機能層を積み上げるように中空構造を形成できる

「Lift-On Offset Printing（LOOP）法」を確立し、

種々のセンサデバイスの検出部となる中空構造体を極め

て効率よく製造することが可能になった。また LOOP

法の特長を生かすことでスポンジを基板とした機械変位

式センサの試作に成功している。残りの課題遂行期間に

おいても、プロセス開発とデバイス開発の両面に寄与す

る研究を継続的に行う予定である。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］MEMS、アディティブマニュファクチ 

ャリング、印刷、センサ 

 

［研 究 題 目］深層学習を用いたアクション指向物体認

識 

［研究代表者］吉安 祐介（知能システム研究部門） 

［研究担当者］吉安 祐介（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 近年、深層学習の発展により、2次元静止画の認識精

度が飛躍的に向上した。しかし、現実世界において人間

やロボットなどの認識主体は動き、行動する。このよう

な状況では、視点も物体も止まっていない。また、動作

を実現していくためには、ものの名前やラベルなどの

「what」に加えて、どこにどのようなものが存在する

かなど「where」や「how」の認識も重要となる。本研

究では、これまで画像や言語の認識に用いられてきた深

層学習を発展させ、行動する知能を構築するための基礎

として、知覚から運動につなぐ「アクション指向の物体

認識技術」を研究する。住居で作業するようなロボット

を想定し、視覚情報に基づいて周囲の環境を認識しなが

ら、言語で受けた命令を実行するシステムの構築を目指

す。 

 本年度は、まず、アクション指向物体認識技術を構築

するための基礎として、移動ロボットとロボットアーム

の実験環境と深層学習のための計算機環境を整備した。

加えて、Kinect などの RGB-D センサを入力として導

いた物体認識結果からロボット動作を生成するために

ROS を用いたビジョン-アクションフレームワークを構

築した。 

 本年度は視覚認識の部分についての研究に注力した。

Single shot multi-box detector（SSD）など CNN を用

いたリアルタイム物体検出器をロボットに実装し、検出

した物体領域と深度画像を用いて、物体の位置・姿勢を

認識した。また、認識結果に基づきロボットの移動や把

持動作を生成した。今後は、時系列や多視点情報を用い、

複雑な環境や状況下でも移動や把持動作が可能な、より

高度なロボット認識・動作生成技術を開発する。 

［領 域 名］情報・人間工学  

［キーワード］深層学習、アクション、物体認識 

 

［研 究 題 目］反射光が断続しても動作し続けるハイブ

リッドレーザ干渉型変位計 

［研究代表者］穀山 渉（工学計測標準研究部門） 
［研究担当者］穀山 渉（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、ナノメートルオーダの相対変位計測にマ

イクロメートルオーダの絶対距離計測を組み合わせた、

「ハイブリッドレーザ変位計」を開発する。このハイブ

リッド方式によって、一般のレーザ干渉変位計（相対変

位計）では計測不能な「反射光が障害物に断続的に遮ら

れる状態」においても、絶対距離計測が情報を補間する

ことにより、高分解能を保ちつつ、計測の連続性を確保

することができる。すなわち、計測器にとって重要な性

能である「ロバスト性」を飛躍的に向上させることを狙

っている。 

 本年度は、研究計画に基づき、①絶対距離計の設計・

構築、②相対変位計の設計・構築をすすめた。研究開始

時には、LN 型強度変調器による絶対距離計と、AOM

周波数シフタを用いた相対変位計が分離したコンフィギ

ュレーションであった。しかし、装置の詳細設計を進め

る中で、外乱の影響をより低減する必要があることがわ

かった。そのため、装置の耐雑音性をより高める構成を

考案した。具体的には、絶対距離計の信号読み出し部を

スーパーヘテロダイン方式から光領域でのダウンコンバ

ートに変更することで、RF 位相変動に対する耐性をよ

り高めることとした。その他にも、干渉計光学系部や、

光源の強度変調・位相変調の方式の変更など、設計を見

直した。さらに、本研究で鍵となる、デジタル位相計の

研究開発も進めた。具体的には、信号同期精度を高めた

り、高周波ノイズ低減のために初段のアンチエイリアシ

ングデジタルフィルタを導入するなどした。要素部品の

納期が予想より長くかかることが判明したため、装置全

体としての完成は来年度に持ち越しとなったものの、以

上のように、設計性能を計画段階より向上できたという

成果が得られた。 

［領 域 名］計量標準総合センター 
［キーワード］距離計、変位計、位相計 

 

［研 究 題 目］熱流束計測に基づく X 線自由電子レー

ザのパルスエネルギー絶対測定 

［研究代表者］田中 隆宏（分析計測標準研究部門） 

［研究担当者］田中  隆宏（常勤職員1名） 
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［研 究 内 容］ 

本研究では、X 線自由電子レーザ（X-ray Free-

Electron Laser: XFEL）用のパルス放射計を新たに開

発し、XFEL のパルスエネルギーの絶対測定を目指し

ている。従来の放射計は、受光部の温度平衡状態を前提

としているため、応答の時定数は数十秒程度が限界であ

った。この応答速度は、XFEL のパルスの繰り返し周

波数（60 Hz など）と比べると遅い。そのため、従来の

放射計による測定は XFEL のパルスエネルギーではな

く、放射計の時定数で平均化されたレーザパワーに限定

されている。一方、自己増幅自発放射方式の XFEL で

は、パルス毎のパルスエネルギーの変動（30パルスの

標準偏差で約15 %程度）は原理的に不可避であるため、

平均レーザパワーではなくパルスエネルギーを絶対測定

することが重要となる。 

 そこで本研究では、放射計の受光部において温度変化

よりも先行して生じる熱の流れ（熱流束）に着目し、熱

流束測定に基づく高速応答（ミリ秒オーダーの時定数）

のパルス放射計の開発を進めている。本研究計画の初年

度である2017年度は、パルス放射計本体の設計および

組み立てを実施した。さらに、研究計画を前倒ししてパ

ルス放射計の計測系を構築し、パルス放射計の動作の検

証実験を行った。パルス放射計に内蔵したヒータを用い

た自己テストによる動作検証の結果、現状では XFEL

のパルスエネルギー測定に充分な精度ではないことが明

らかとなった。この主因は、外気温の変動によるパルス

放射計内部の温度変化であると考えている。そのため、

次年度は、外気温の変化を抑制する機能の追加などの改

良を行い、精度向上を図る予定である。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］自由電子レーザ、X 線、EUV、放射計、

カロリーメータ、パルスエネルギー、絶

対測定 

 

［研 究 題 目］誘電体導波線路一体型誘電体アンテナの

研究 

［研究代表者］加藤 悠人（物理計測標準研究部門） 

［研究担当者］加藤 悠人（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 同軸線路の伝送損失が顕著になるミリ波・サブミリ波

帯では、それに代わるフレキシブルな伝送線路として誘

電体導波路が注目されている。誘電体導波路は同軸線路

よりも伝送損失が低く、金属導波路とは異なりフレキシ

ブルである一方で、アンテナ等に接続する際には金属系

の同軸・導波線路に変換する必要があり、変換部におけ

る不整合による反射や金属の導体損が課題となっていた。

また、変換部では誘電体と金属という異種線路を接続す

るにあたり、誘電体導波路が動いた際に接続部にかかる

力学的負荷やそれによる位置ずれが問題となる。 

 本研究では誘電体アンテナと誘電体導波路を一体成型

し、線路の入力ポートからアンテナ放射部まですべて同

一材料で、不整合の一切ない構造を実現することでこれ

らの課題を解決することを目指す。アンテナ部と誘電体

線路部では一般に伝送モードやインピーダンスが異なる

ため、そのモード変換には従来とは異なる設計が必要に

なる。そこで、その新規設計手法と実現した構造の精密

計測手法について研究開発を行う。 

 平成29年度は、誘電体導波構造の精密計測手法を提

案した。具体的には、金属線路の精密計測技術として確

立している TRL 校正法を誘電体導波線路の計測に拡張

するために、被評価線路と同材料、同構造からなる

TRL 校正キットを開発し、それによる計測機器の校正

結果をもとに、誘電体導波線路の計測結果の高精度化を

図った。開発技術の検証として、28 GHz 帯で動作する

低損失誘電体導波線路を設計・試作し、それに対する計

測を開発技術により実施し、開発技術の有用性を確認し

た。研究成果は国際学会 CPEM2018にて平成30年度に

発表する。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］誘電体導波路、S パラメータ計測、TRL

校正、ベクトルネットワークアナライザ、

ミリ波 

 

［研 究 題 目］視覚情報の眼球運動を越えた時空間統合

機構の研究 

［研究代表者］河野 憲二（人間情報研究部門） 

［研究担当者］河野 憲二、菅生 康子 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

私たちは、絶えず眼を動かし、空間内の様々な位置に

ある対象物を網膜の内でも感度の高い中心窩に捉らえ、

外界を知覚している。本研究は、空間内の様々な位置に

ある対象物を、網膜で最も感度の高い中心窩に眼を動か

すことによって捉らえ、視覚情報として取り込み、眼を

動かす前と後の情報を統合することにより外界を知覚す

る神経機構を明らかにしようとするものである。 

本年度は、顔刺激に選択的に反応するニューロンに注

目し、固視課題及びサッケード課題を訓練したサルの下

側頭葉から単一ニューロン活動を記録した。サルが固視

課題を遂行中に多種の顔刺激（様々な表情のヒト、サル

の顔）を呈示し反応を記録し、大まかな分類情報（サル

かヒトか）と詳細な分類情報（個体や表情）が発火頻度

の時間パターンとしてコードされていることを確認した

後、これらの顔刺激のサイズを変化させ、大まかな分類

情報と詳細な分類情報に対する反応が保たれる最小のサ

イズを求めた。サルが固視課題を遂行中にこの小さいサ

イズの顔刺激を用いて、記録しているニューロンの受容

野のマッピングを行い、発火頻度の時間パターンによる

大域／詳細分類コーディングの中心視と周辺視での差異

を調べた。受容野が周辺視野に及ぶ広視野タイプのニュ
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ーロンは大まかな分類情報を持っていて、受容野が中心

窩を含む狭視野タイプのニューロンは、大まかな分類情

報と詳細な分類情報の双方を持っていることが明らかと

なった。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］顔認知、側頭葉、ニューロン、眼球運動 

 

［研 究 題 目］X 染色体不活性化を制御する新規 non－
codingRNA の解析   

［研究代表者］小林 慎（創薬分子プロファイリング研

究センター） 

［研究担当者］小林 慎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 ゲノムプロジェクトの成果から、「ゲノム上のがらく

た」と思われてきた領域には、タンパク質をコードしな

い non-coding RNA（ncRNA）が多量に存在すること

が分かってきた（Kapranov P、Science, 2007）。その

中で miRNA を代表とする小さな RNA の機能解析は進

んでいるが、200塩基以上の長い ncRNA（long non-

coding RNA, lncRNA）は、個体レベルで機能が明らか

になった例は僅かであり、その生理的な役割を明らかに

することが求められている。我々が発見した Fat60 

lncRNA の個体での機能を解析するためノックアウトマ

ウスを作製したところ（Soma M, Sci Rep. 2014）一部

個体で、発生に異常を示すマウスが出現することを明ら

かにした（論文投稿中）。更に興味深いことに、表現型

は性差を示すことが分かった。異常は雌 KO マウスで

見られるが、雄では異常は殆ど見られない。また、この

ような異常は同腹の野生型の個体では見られない。また、

異なる ES ラインから作製した KO マウスにも同様の異

常が見られたことから、表現型は lncRNA を KO した

ことに由来すると考えられる。KO 胎仔の形態異常が

「どの細胞」で「いつ」起こるか特定する目的で、胎仔

期を遡り、発生の各ステージでの組織切片の詳細な解析

を行った。組織切片、及び細胞の種類を染め分ける免疫

染色による組織学的な解析を行った結果、異常を起こす

組織及び、特定の細胞種を絞り込むことに成功した。更

に、体系的、網羅的遺伝子発現解析を行うことにより、

lncRNA 破壊と表現型との関連を分子レベルで明らかに

する手がかりを得た。lncRNA の機能を分子レベルで理

解する大きな一歩であると考える。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］Long non-coding RNA、疾患モデルマ

ウス、性差 

 

［研 究 題 目］表現型が雌雄差を示す長鎖ノンコーディ

ング RNA ノックアウトマウスの解析     

［研究代表者］小林 慎（創薬分子プロファイリング研

究センター） 

［研究担当者］小林 慎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 哺乳類ではタンパク質をコードしない長鎖 non-

coding RNA（long ncRNA, lncRNA）が遺伝子発現調

節等の機能を持つことが分かってきたが、個体レベルで

の生理機能は不明な点が多い。我々が作製した、新規

lncRNA Fat60の KO マウスはヒト疾患に似た表現型を

示し、この lncRNA が個体発生に機能を持つことを突

き止めた。興味深いことに、表現型は雌のみで現れ明確

な雌雄差を示す。なぜ性差を示すのであろうか？。雌雄

差を生み出す原因となる、候補としては、「性ホルモン」、

「ゲノムインプリント」に加え、「X 染色体の不活性化」

と呼ばれるエピジェネティックな現象が考えられる。申

請者は、雌のみでみられる「X 染色体の不活性化」と呼

ばれるエピジェネティックな現象に注目し、様々な方法

で KO マウスの解析をおこない、Ｘ染色体の異常が KO

マウスで見られる表現型の差の原因となることを示唆す

るデータを得た。今後、より詳細な分子メカニズム解析

を進めていく準備が整った。 

 ゲノムプロジェクトや次世代シーケンサーの解析結果

から、たんぱく質をコードしない非コード RNA は

mRNA よりも4倍もの量が転写されているという報告も

あり、非コード RNA の生理機能に注目が集まりつつあ

る。これまで、多くの生命現象及び疾患モデルは、タン

パク質をコードする遺伝子の遺伝子組み換え動物や、突

然変異体を用いて解析が行われてきたが、本研究ではこ

れまで未開拓であった lncRNA に注目してその生理機

能の解明に取り組んだ。我々の KO マウスは古典的な

セントラルグマの概念とは異なり、蛋白をコードしない

lncRNA がマウスの発生過程で機能を持ち、組織形成に

働くことを示唆している。これまでヒト疾患は、「タン

パク質をコードした遺伝子」が主な解析対象と考えられ

てきたが、本申請の研究の成果は古典的な疾患モデルと

は異なり、「タンパク質をコードしない lncRNA」が疾

患の原因となりうることを示す点で、新しい疾患モデル

の概念に発展する可能性を示す点で重要である。この研

究は将来、様々なヒト疾患解析にも lnRNA の研究が展

開できることを示す道しるべとなりうる。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］Long non-coding RNA、疾患モデルマ

ウス、性差 

 

［研 究 題 目］濾過性細菌が持つ新生物機能を理解する 

［研究代表者］中井 亮佑（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］中井 亮佑（契約職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 微生物の最小サイズは一般に0.2～0.3マイクロメート

ルとされ、自然科学の諸分野において孔径0.2マイクロ

メートルのフィルターを用いた濾過除菌が広く行われる。

しかし、研究代表者らの先行研究により、系統的に新規

な細菌がこのフィルターを通過することが明らかとなっ
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てきた。本研究では、これら濾過性細菌の持つ生物機能

を多面的に調べる。平成29年度は、「研究② 濾過性細

菌の遺伝子機能ポテンシャルの解明」の課題を遂行した。

結果として、サハラ砂漠産の濾過性細菌 Oligoflexus 
tunisiensis と近縁細菌との比較ゲノム解析など高次解

析が完了した。ゲノムレベルでの比較により、いくつか

の既知系統が Oligoflexus を含む Oligoflexia グループ

に帰属することがわかった。この成果の一部は、国際共

同研究として論文が公表された（Hahn et al., IJSEM, 

2017）。また加えて、当初の計画に沿って「研究③ 濾

過性細菌群集の持つ生態学的機能の解明」の課題も遂行

した。具体的には、国内で採取した環境水サンプルを孔

径約0.2マイクロメートルのフィルターで濾過し、その

濾液から濾過性細菌群由来の混合ゲノム DNA を抽出し

た。この抽出 DNA をメタゲノム解析に供した後、ゲノ

ム解析用ソフトウェアおよび各種ツールを用いて、複数

の細菌ゲノムを再構築した。現在、その遺伝子機能の推

定を進めているところである。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］微生物、微生物資源、遺伝子資源 

 

［研 究 題 目］MEMS 筋音センサを用いた筋肉の定量

的評価 

［研究代表者］竹井 裕介（集積マイクロシステム研究

センター） 

［研究担当者］竹井 裕介（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

筋肉の活動を定量的に評価することは、トレーニング

やリハビリテーションの効果や、筋力や筋疲労を客観的

に知るために重要である。筋活動を定量的に評価するた

めの方法として、皮膚に貼りつけた電極で筋肉の活動電

位を計測する筋電位法が盛んに研究されている。しかし、

皮膚に貼りつけた電極の接触状態が変化することで信号

にノイズが混入したり、発汗による皮膚と電極間のイン

ピーダンスの変化が信号に影響を与えるなど、筋電位法

は発汗を伴うような激しい運動時の筋活動評価には必ず

しも適していない。 

そこで本研究では、筋肉収縮時の変形や振動によって

生じるメカニカルな信号である筋音に着目し、筋肉電気

刺激時の筋収縮によって発生した筋音を計測することで、

EMS デバイス使用時の筋収縮の様子のモニタリングを

実現した。初年度にあたる平成29年度は、極薄シリコ

ンピエゾ抵抗素子を用いた、MEMS 筋音センサの試作

を行った。また、試作した MEMS 筋音センサを用いて、

ヒトの上腕二頭筋の筋音の計測を行った。複数人の筋音

を比較するためには、筋肉に定量的な負荷を与えた時の

筋音を比較する必要がある。そこで、本研究では、筋肉

への刺激を定量的に規定できる筋肉電気刺激デバイスを

用いて、筋肉電気刺激時の筋音を計測した。この手法に

より、被験者間の筋音の比較が容易になり、筋肉の定量

的な評価のための、土台が整ったと考えている。本研究

成果を通じて、知財2件出願、国内学会3件・国際学会2

件の発表を行った。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］筋肉、筋音、筋電、生体計測、MEMS、

ピエゾ抵抗、歪みセンサ、シリコン 

 

［研 究 題 目］アリの社会性行動を制御する神経メカニ

ズムの解明 

［研究代表者］古藤 日子（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］古藤 日子、本山 直人、桜井 睦、 

Sean McGregor（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、社会性昆虫アリをモデルとし、社会性行動

の制御基盤を分子生物学的に明らかにすることを目指す

ものである。本研究では、特に哺乳類において社会性行

動との連関がすでに報告されているオキシトシン・バソ

プレシンシグナルの機能に着目する。近年の研究から、

哺乳類とは進化的に遠い位置づけにある節足動物におい

ても、そのファミリーペプチドであるイノトシンと呼ば

れる神経ペプチドとその受容体が高度に保存されている

ことが明らかとなってきた。しかしながら、その発現パ

ターンや生理機能については未だ不明であった。本研究

では、これまでにイノトシンとその受容体の発現解析を

行い、労働アリにおいて何らかの生理機能を担うことを

示唆してきた。また、網羅的化合物スクリーニングによ

り、イノトシンシグナルを阻害する化合物の同定を行な

ってきた。これらの阻害剤を用いることにより、労働ア

リにおける行動と生理状態の制御におけるその生理機能

の解明を目指してきた。以上の研究背景を踏まえ本年度

は第一に、イノトシンシグナルは外勤行動を担う労働ア

リにおいて、また脂肪体組織におけるエノサイトと呼ば

れる細胞において高発現することを明らかにした。さら

に、阻害剤を用いたシグナル活性阻害、および遺伝子発

現ノックダウン実験により、イノトシンシグナルはエノ

サイトの主要な生理機能である体表炭化水素の合成を制

御し、水分調整や乾燥環境への耐性に寄与することが明

らかとなった。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］社会性行動、神経ペプチド 

 

［研 究 題 目］ユビキチンリガーゼによる NASH 発症

抑制機構の解明 

［研究代表者］安倍 知紀（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］安倍 知紀（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 食事性脂肪肝が進展すると非アルコール性脂肪肝炎

（Non-alcoholic steatohepatitis；NASH）を発症する。

免疫担当細胞による過剰な炎症反応を伴う NASH は、

肝臓がんや肝不全といった生命を脅かす重大な疾患のリ



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(831) 

スクファクターである。しかし、NASH の発症メカニ

ズムには不明な点が多く、有効な治療法や予防法は未だ

にない。本研究の目的は、免疫担当細胞の1つであるマ

クロファージに着目し、NASH の新たな発症メカニズ

ムを明らかにすることである。これまでの研究により、

以下のような結果を得ている。 

（1）食事性脂肪肝におけるマクロファージの活性化 

 ユビキチンリガーゼ Cbl-b 遺伝子欠損マウスに高

脂肪食を与えて食事性脂肪肝を発症させると、肝臓

にマクロファージが浸潤しマクロファージ由来の炎

症性サイトカイン発現量が増大することを明らかに

した。このことから、Cbl-b は NASH 発症において、

抑制的に働くことが示唆された。マクロファージに

おける Cbl-b の炎症抑制について、詳細な分子メカ

ニズムの解析を行っている。 

（2）食事性脂肪肝における Cbl-b タンパク質発現量 

 高脂肪食を摂食させることで発症させた食事性脂

肪肝により、マウス肝臓において Cbl-b タンパク質

の発現量が約1.2倍に増大することを見出した。また、

長時間にわたる絶食のような急性期の脂肪肝におい

ても、Cbl-b タンパク質量が増大することを明らか

にした。今後は、肝臓におけるどの細胞種において

Cbl-b が増大しているのか、免疫組織化学染色など

を用いて明らかにしていく予定である。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］脂肪肝、脂肪肝炎、マクロファージ、メ

タボリックシンドローム、生活習慣病、

肥満、食生活 

 

［研 究 題 目］ロボットの力制御を統合的に扱う拡散パ

ラメータ型マルチスケール・マルチラテ

ラル制御 

［研究代表者］神永 拓（知能システム研究部門） 

［研究担当者］神永 拓（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 非定型作業を、非定型環境で行うことを求められるロ

ボットは物体や環境との接触が確定的でなくなる位置制

御と力制御をどのように扱うのかはロボットの制御方法

上の課題である。また、ロボットを遠隔に操作すること

を考えたとき、特に移動ロボットにおいてはロボット自

体の安定性を保つための制御は操作者の意図と無関係に

作用するため、これと操作力をどのように調停するかも

課題となる。 

 本研究では、力制御を含む制御系をどのように構成し、

自律制御系との調停を扱うかを研究する。遠隔制御の分

野では波変数と呼ばれる、高周波電気工学の分野で用い

られる S パラメータのアナロジーを用いて相互作用力

を記述する方法が用いられてきた。S パラメータは一種

のエネルギであり、速度と力から構成される量である。 

 本年度は、電気静油圧アクチュエータのポンプ部とシ

リンダ部を遠隔制御のマスタ側とスレーブ側とみなし、

波変数を用いて電気静油圧アクチュエータをモデル化す

る方法を考案した。また、S パラメータを用いた表現を

行うことで、駆動系と、上位の制御系を含めた制御系の

安定性を考慮できる可能性を示した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］力制御、アクチュエータ、ロボット制御 

 

［研 究 題 目］インフルエンザウイルス－宿主糖質相互

作用の包括的解析とその感染病態におけ

る意義 

［研究代表者］日尾野 隆大（創薬基盤研究部門） 

［研究担当者］日尾野 隆大（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 インフルエンザウイルスはレクチンとグリコシダーゼ

をウイルスタンパク質として有する。さらに自身も糖鎖

を纏っており、インフルエンザウイルスは糖と密接に関

係している。本研究では、ウイルスと糖鎖の直接的相互

作用に加えて、感染に伴う宿主応答としての糖鎖の発現

変化を解析することでインフルエンザウイルスの宿主域

と病原性を規定する因子に関する全く新たな要因を同定

できると考え、インフルエンザウイルスの病態発現にお

ける糖鎖の役割を明らかにすることを目的とした。本年

度は主として感染に伴う宿主応答としての糖質の発現変

化に着目して解析を進めた。A 型インフルエンザウイル

スに感染した培養細胞における糖鎖の変化を網羅的に検

索するために、ウイルスを感染細胞に接種しそのライセ

ートを調製した。一級アミンをターゲットとしてライセ

ート中のタンパク質を蛍光ラベリングしレクチンマイク

ロアレイ解析に供したところ、多数のレクチンで反応性

の変化が認められた。当初から予想されていたとおり、

感染細胞では非感染細胞と比較してシアル酸認識レクチ

ンの反応性が低く、反対にアシアロ糖認識レクチンの反

応性が高かった。これは増殖に伴ってウイルス NA が

シアル酸を糖鎖から遊離したためであると考えられる。

今後、その他の変化について更に解析を進めるとともに、

ウイルス株間の比較が必要であると考える。 

［領 域 名］生命工学   

［キーワード］ウイルス、糖鎖、インフルエンザ 

 

［研 究 題 目］神経伝達物質の直接計測に基づく視覚的

注意の脳機能モデル構築 

［研究代表者］木原 健（自動車ヒューマンファクター

研究センター） 

［研究担当者］木原 健（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 注意の主要な神経基盤は前頭・頭頂領域である。視覚

的注意は、複数の種類に分類できる。これまで、注意機

能が異なる場合に関与する神経伝達物質ついては、ほと

んど解明されてこなかった。研究代表者は、磁気共鳴ス



研 究 

(832) 

ペクトロスコピー（magnetic resonance spectroscopy: 

MRS）を使用した最近の研究によって、高速な時間的

注意の切り替えに、前頭・頭頂領域の GABA 濃度が関

係していることを論文報告した。この研究成果をさらに

発展させることで、神経伝達物質の機序に基づいた視覚

的注意の包括的な脳機能モデルの提案を目指している。

このために、注意課題を実施して、前頭・頭頂の神経伝

達物質濃度とそれらの課題成績との相関を検証する。ま

た、複数の注意課題間で結果を比較する。まずは、適切

な注意課題を構築する必要がある。「短時間の注意切り

替え」は先行研究で検証済みである。そのため、「長時

間の持続的な注意」に着目した課題構築に取り組んでい

る。具体的には、短時間の注意の切り替え必要な課題を

数十分間繰り返す「持続的注意課題」と、注意の切替が

不要な Go-NoGo 課題を8分間連続して実施する「持続

的注意課題（gradual-onset continuous performance 

task: gradCPT）」の構築に取り組んでいる。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］視覚的注意、神経伝達物質、MRS 

 

［研 究 題 目］ゲノムでの遺伝子出現機構のパスウエイ

解析 

［研究代表者］間世田 英明（バイオメディカル研究部

門） 

［研究担当者］間世田 英明（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 多剤耐性菌の出現は、人類が見出してきた様々な抗生

物質を一瞬にして無力なものにし、現在危機的状況にな

っている。これを食い止める方法として、耐性化のプロ

セスを解析し、そこを遮断することで、菌を殺さず耐性

化させない薬剤の開発を目指し、緑膿菌多剤耐性株

NfxC 株の耐性化のプロセスを解析している。解析の結

果、NfxC 型耐性株は、ゲノム上の遺伝子をコードしな

い領域に存在するある条件を満たす重なり有ったダイレ

クトリピートで特異的な決まった塩基の欠失を起こし、

フレームシフトの結果、耐性関連遺伝子を生み出し、耐

性化することを突き止めた。さらに本現象が、緑膿菌だ

けでなく様々な生物に共通して存在する自己ゲノム編集

機構であることが分かり、生物の新規の環境応答機構で

あることがわかってきた。本年度では、この遺伝子の生

み出しに関わるタンパク質の同定を進めた。進めるに当

たり、耐性株が生まれ易い条件を決定した。培地に種々

の化合物を添加し、その耐性株の出現効率を測定したと

ころ、一つの化合物で優位に耐性頻度が高いことを突き

止めた。この状態の株から RNA を調製して、本状態に

ある株の遺伝子発現プロファイルを測定している。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］薬剤耐性、緑膿菌 

 

［研 究 題 目］悪条件連立一次方程式対する高精度な精

度保証付き数値計算技術の開発 

［研究代表者］南畑 淳史（生体システムビッグデータ

解析オープンイノベーションラボラトリ） 

［研究担当者］南畑 淳史（他1名） 

［研 究 内 容］ 

 次元数の大きい悪条件連立一次方程式に対しての高精

度に精度保証付き数値計算を行う場合には二つの難しさ

がある。それは次元数と悪条件性により近似解と真の解

の誤差を過大に評価してしまうことである。平成29年

度は従来の誤差評価アルゴリズムで次元数が原因で過大

評価している箇所を特定し、次元数の高い問題でも高精

度に誤差評価を行うアルゴリズムの構築を行い、その評

価を行った。具体的には従来法では rank-one 行列で上

限を見積もっていた箇所を H 行列の判定を行うベクト

ルに適した誤差評価式で定式化を行った。その結果とし

て一万次元程度の悪条件連立一次方程式において、従来

法に比べて十倍以上も小さく誤差が見積もれる誤差評価

のアルゴリズムが構築できた。 

 また、この誤差評価アルゴリズムを応用して、行列積

の有効丸めと事前誤差評価式を用いた精度保証付き数値

計算法に対しても改良法を提案した。行列積の有効丸め

と事前誤差評価式を用いた場合、区間の中心が単位行列

から離れることに着目して、誤差評価式を構築し、平成

29年度に開発したアルゴリズムを適用することで、従

来の誤差評価のアルゴリズムよりも1.6倍も小さく誤差

が見積もれる誤差評価のアルゴリズムが構築できた。 

 さらに、悪条件な連立一次方程式の研究に関連して、

単精度作成された近似逆行列がどの程度の条件数を下げ

る効果があるのかについての研究を行った。理論解析と

数値実験結果よりある条件数を境目に次元数の影響が大

きくなり、条件数を下げる効果が低減することを示した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］数値解析、精度保証付き数値計算、連立

一次方程式、丸め誤差解析、数値計算 

 

［研 究 題 目］アレルギー疾患対策に資する浮遊病原体

モニタリング法の確立と住環境評価への

展開 

［研究代表者］宮島 久美子（健康工学研究部門） 

［研究担当者］宮島 久美子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、健康の維持・増進のための、新規な環境

アレルゲン計測システムの開発をする。小型軽量で扱い

に習熟を要さないシステムの確立を目指し、従来の環境

計測技術では困難であった浮遊環境因子の on-site モニ

タリングを実現する。アレルギー疾患の原因となるダニ

アレルゲン Der f1を測定対象とし、まず、捕集効率の

高い気相成分捕集デバイスの構築、及び連続的な蛍光免

疫計測技術を確立し、先行研究成果である光ファイバ式

蛍光免疫計測技術と統合してアレルゲンの捕集から検出
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までを一連化するシステムを確立することで、気相中の

浮遊 Der f1測定へ展開する。本システムは、測定対象

に応じた抗体を選択することで、多様な環境計測へと応

用展開が可能であり、個人レベルでの住環境整備に有効

な手段となることが期待される。H29年度は、気相成分

捕集デバイスの浮遊アレルゲン捕集効率の改善を目指し、

デバイスの改良について検討した。具体的には、気相と

液相とを隔てる隔膜の種類や孔径の違いによる捕集効率

比較のための予備検討や、液相容量の縮小化による高濃

度アレルゲン溶液の獲得について検討した。今後、最適

条件の選定や、アレルゲンモニタリングのための連続的

な免疫計測技術の確立について検討を進める予定である。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］アレルゲン、浮遊粒子捕集、光ファイバ、

蛍光免疫計測 

 

［研 究 題 目］がんの転移先臓器の決定機能の解明に向

けたエクソソーム輸送経路可視化技術の

開発  

［研究代表者］茂木 克雄（創薬分子プロファイリング

研究センター） 

［研究担当者］茂木 克雄（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 がんは種類ごとに転移しやすい特定臓器があり、転移

の誘導因子であるエクソソームが特定臓器へ向かう未知

の経路選択メカニズムの存在が示唆されている。本研究

では、血管内皮細胞近傍のエクソソームを可視化できる

システムを微細加工技術と超解像度顕微鏡技術により開

発して、この経路選択メカニズムの決定的な証拠をつか

もうとしている。そのため血管周辺の生体内環境を再現

したエクソソーム経路可視化デバイスを開発し、エクソ

ソームと細胞組織との相互作用を可視化し経路選択のメ

カニズムを解明しようとしている。 

 平成29年度は、流路内培養した血管内皮細胞に近接

するエクソソームの様子を捕らえるために、マイクロ流

路内で高濃度化したエクソソームの流れを制御できるよ

うなデバイスの開発に取り組んだ。本研究では、細胞培

養後の培養液から取り出したエクソソームを用いて、イ

オン濃度分極機能を組み込んだ試作デバイスの評価実験

を行った。その結果として、イオン濃度分極で生じるイ

オン枯渇領域の斥力を蛍光観察により視覚的に捉えるこ

とに成功した。エクソソームやウイルスおよび、他の

様々な微粒子を用いた評価を繰り返すことにより、この

斥力がサンプルとなる粒子の帯電量や質量の違いに依存

して作用することが明らかになった。さらに、イオン濃

度分極を用いる手法ではサンプル溶液に対して電圧の印

加処理が必要になるため、エクソソームが受ける電圧ダ

メージについても検証を行った。我々はダメージ検証の

ために、原子間力顕微鏡によるエクソソームの表面形状

計測を行い、その結果、エクソソームの形状を変化させ

るような電圧ダメージが無いことを実証した。具体的に

は、超遠心機を用いる従来の濃縮処理に対して、本手法

による濃縮処理ではエクソソーム残存数が40 %以上改

善している結果が得られた。以上の結果を踏まえて、エ

クソソームの操作精度を高めるために、エクソソームの

受けるイオン枯渇領域の斥力についてもさらに解析を進

めた。この斥力自体は液中に生じる電場による静電気力

によるものと考えられるため、研究代表者は液中のプロ

トン濃度の分布から斥力の力場を導き出せると考えた。

そのため、フルオロセインを用いた二励起によるレーザ

ー誘起蛍光法を適用してイオン枯渇領域内の局所的な

pH 分布を可視化した。現在、得られた結果から、イオ

ン枯渇領域の斥力と pH 分布の勾配との関係について考

察を進めている。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］エクソソーム、イオン濃度分極、イオン

欠乏領、ion concentration polarization、

ion depletion zone 

 

［研 究 題 目］河床礫と三次元流路形状にもとづく河川

遷急点に着目した河床縦断形変化の速

度論的解明 

［研究代表者］大上 隆史（活断層・火山研究部門） 

［研究担当者］大上 隆史（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 河床縦断面形の時間変化を解明し、その形状から長期

的な隆起と侵食に関する情報を抽出する手法開発を目的

として、複数地域における河川群を対象として事例研究

を実施した。三陸海岸北部の河川群（12河川）を対象

とした事例研究においては、河床勾配が不連続に大きく

なる河川遷急点の移動様式をモデル化することによって、

過去の河川遷急点の後退速度および河川の下刻速度を見

積もる手法を提示した。養老山地の河川群を対象とした

事例研究においては、河川の「急さ」を表すパラメータ

（流域サイズに依存しない）が抽出できた。養老山地に

おける河川群（26河川）の集水域の山地斜面において

は流域間の違いがほとんど認められないが、河川の「急

さ」には流域間に違いが認められ、山頂小起伏面の高度

から推定される長期的な隆起速度と相関を示した。さら

に、山麓に発達する扇状地群の調査を組み合わせること

によって、扇状地の堆積勾配が河川の「急さ」、および

河川の集水域面積の組み合わせによって説明されること

が定量的に示された。三陸海岸において整備した河川地

形のデータセットにもとづいて、2011年東北地方太平

洋沖地震に伴う地震津波の遡上高および遡上距離の地域

差を検討した。三陸海岸における河川群（68河川）を

対象とした検討にもとづいて、海岸線における津波高や

海岸線の形状と比較して、河床勾配が津波の遡上様式を

強く規定していることが明らかになった。すなわち、三

陸海岸の河川群のような谷幅が狭く河床勾配が比較的大
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きな河川群においては、河床勾配が大きな河川では河床

勾配が小さな河川に比べて、遡上距離が短く、遡上高が

高くなる効果が強く働いている。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］地形解析、河床縦断面、岩盤河川、 

河川遷急点、扇状地、津波遡上 

 

［研 究 題 目］ポジトロニウム負イオン系における光誘

起ダイナミクスの研究 

［研究代表者］満汐 孝治（分析計測標準研究部門） 

［研究担当者］満汐 孝治（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、電子2個と陽電子1個の束縛状態である

ポジトロニウム負イオンの光誘起電子脱離（光脱離）過

程のダイナミクスを明らかにすることを目的して、広範

な波長域における光脱離断面積の測定と、反跳運動量分

光を利用した電子親和力の測定を実施する。 

 本年度は、昨年度に開発したポジトロニウム負イオン

の高効率発生源と分光システムを用いて、光脱離断面積

の測定を行った。光子数密度の関数として、光脱離で形

成されるポジトロニウムの収量を測定し、得られた収量

飽和曲線から断面積の絶対値を推定することに成功した。

また、飛行時間測定による光電子の反跳運動量分光シス

テムを開発し、これを用いて光脱離過程における光電子

放出角の偏光効果を調べた。この結果、光脱離で形成さ

れるポジトロニウムの並進運動量分布が光電子の反跳に

よって分離する様子が観測された。新たに構築した反跳

運動量分布を表す解析モデルを用いてこの現象を解析す

ることで、ポジトロニウム負イオンの電子親和力と光電

子放出角度分布を特徴づける異方性パラメータを決定す

ることに世界で初めて成功した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］ポジトロニウム負イオン、光脱離、原子

分子物理 

 

［研 究 題 目］ハロゲンと塩素同位体組成から探るマン

トル不均質とその起源の解明 

［研究代表者］遠山 知亜紀（地質情報研究部門） 

［研究担当者］遠山 知亜紀（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

近年、ハロゲン比（Br/Cl–I/Cl）はマントル内部の物

質循環を調べる指標として注目されている。しかし、中

央海嶺玄武岩が示すマントルのハロゲン元素比は間隙水

と重複しており、その起源を判別することが難しい。そ

こで本研究の目的は、マントルと間隙水の区別が可能と

考えられる塩素同位体（δ37Cl）を加えた Br/Cl–I/Cl–

δ37Cl の多次元プロットを用いて、マントル内部のハロ

ゲン不均質とその起源物質（例えば、間隙水や沈み込ん

だ堆積物など）を明らかにすることである。研究対象は、

マントルの情報を保持していると考えられるキンバーラ

イトとマントル捕獲岩である。本研究の塩素同位体分析

法は Pyrohydrolysis 法を用いて試料から塩素を溶液中

に分離・捕集し、塩化銀（AgCl）を作成して、それを

LA-ICP-MS で測定するものであるが、昨年度、この分

析法で塩素量が微量な場合、AgCl 沈殿生成時に同位体

分別が生じていることが分かった。本研究で対象とする

試料は貴重で使用できる量に限りがあるため、分析の際、

多くの試料で塩素量が微量になると予測される。そこで、

今年度は沈殿生成時の同位体分別の問題解決のため、標

準海水試料（IAPSO）や標準岩石試料（JR-1、JB-1a）

を用いて、様々な塩素量、沈殿条件で AgCl 沈殿を作成

し、同位体分別が生じる塩素量を調べた。その結果、塩

素量が35 µg（AgCl で5 mg）より少ない場合、同位体

分別が起こることが分かった。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］ハロゲン、塩素同位体、キンバーライト、

捕獲岩、同位体地球化学 

 

［研 究 題 目］超音波治療における生体の3次元変動追

従型治療領域検出システムの開発 

［研究代表者］高木 亮（健康工学研究部門） 

［研究担当者］高木 亮（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 凹面型の超音波発生装置（トランスデューサ）を使い、

体外から超音波エネルギーを1点に集束させて局所的に

温度を上昇させることで、悪性腫瘍等を加熱壊死させる

治療法である、「強力集束超音波治療」が近年注目を集

めている。本治療法において、治療中に非侵襲的に治療

経過および治療完了を超音波診断プローブによってモニ

タリングしている。しかしながら、本モニタリング手法

では、1-D の超音波プローブを用いているため、「治療

中の患者の体動などによって治療対象（腫瘍）がずれた

場合に、治療モニタリングができなくなる」という問題

点がある。そこで本研究の目的は、治療中の画像面から

の変位を検出するための1.5-D イメージングプローブを

新規に開発し、治療中の対象の移動を追従できる治療モ

ニタリングシステムを研究開発することである。 

 平成29年度は、新規1.5-D イメージングプローブを設

計・開発し、2.5-D のイメージング画像を得ることがで

きた。さらに治療中に発生する沸騰気泡等の比較的早い

変化を捉えるための、高速イメージングアルゴリズムを

新たに開発した。その結果、従来の超音波プローブに比

べて、約3倍の変位追従性能を達成することができた。 

 次年度は、新規イメージングプローブを用いて、実際

の超音波治療システムに組み込み、本イメージングプロ

ーブの実用的評価を行う予定である。それに加えて、超

音波治療による治療効果を検出する新規信号処理技術お

よびアルゴリズムを実装し、より実用的なシステムを構

築していく予定である。 

［領 域 名］生命工学  
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［キーワード］強力集束超音波治療、超音波診断、3-D

イメージング、トランスデューサ 

 

［研 究 題 目］酸化グラフェン膜を用いた金属イオン選

択膜の開発 

［研究代表者］畠山 一翔（ナノ材料研究部門） 

［研究担当者］畠山 一翔（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 天然グラファイトの酸化・剥離により安価に作製可能

な酸化グラフェン（GO）は、高い機械的強度、ガスバ

リア性、プロトン伝導性など優れた特性を示し、日本の

将来を担う材料である。本研究では、GO から作製した

自立膜を利用し、金属イオンの分離膜の開発を目指した。

結果として、GO 自立膜を通した銅イオンの透過速度を

制御することに成功し、透過速度を決定する重要因子が

層間隔であることを突き止めた。また、銅イオンと鉛イ

オンの混合液から、鉛イオンのみを取り出すことに成功

し、その分離メカニズムも GO 自立膜の層間隔の観点

から説明できることを見出した。これらの結果は、GO

を利用した分離膜研究において非常に重要な結果である。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］酸化グラフェン、イオン分離膜、層間制

御 

 

［研 究 題 目］高機能性エネルギー貯蔵材料としての多

孔質炭素の研究 

［研究代表者］徐 強（電池技術研究部門） 

［研究担当者］徐 強（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、構造と機能が精密に制御された多孔質炭

素材料を創成し、エネルギー 貯蔵・変換の能力・効率

の向上を目的とする。コバルト塩およびモリブデン酸塩

を水に溶解させ、反応させた。得られたモリブデン酸コ

バルトナノロッド試料を水とメタノールの混合液に分散

させ、有機配位子およびトリエチレンアミン（TEA）

の水／メタノール混合溶液を加えて反応させ、コバルト

－有機構造体（Co-MOF）とモリブデン（Mo）ナノチ

ューブとの複合体を合成した。さらに高温で不活性雰囲

気下で炭化処理を行うことにより、Co ナノ粒子を均一

に分散した炭素（C）/Mo2C ナノチューブを形成した。

モリブデン酸コバルトナノロッド及び水／メタノール混

合液の使用は、Co ナノ粒子を均一に分散した Mo2C ナ

ノチューブの形成に重要であることがわかった。一次元

のモリブデン酸コバルトナノロッドが鋳型として作用し、

Co-MOF/Mo がナノチューブ構造を形成する上で重要な

役割を果たした。また、モリブデン酸コバルトはコバル

ト陽イオンと、MoO42-陰イオンを提供し、Co-MOF 内

への Mo の均一なドープ及び炭化生成物である Mo2C ナ

ノチューブにおけるコバルトナノ粒子の均一な分布に寄

与した。さらに、窒素含有有機配位子の使用は、形成さ

れた炭素材料への窒素ドープに重要な役割を果たした。

形成された複合材料の電気化学特性を測定したところ、

水電解・水素発生反応に高い触媒活性を示すことが分か

った。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］エネルギー貯蔵 

 

［研 究 題 目］末端官能基化ポリカチオンの微生物合成

とこれを用いた既存材料のポリカチオン

化 

［研究代表者］牛丸 和乗（機能化学研究部門） 

［研究担当者］牛丸 和乗（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

-ポリ-L-リジン（-PL）は、微生物が生産するポリ

マーであり、側鎖アミノ基に由来する高い水溶性と抗菌

活性を有する。本研究では、-PL の末端に任意の官能

基を導入する微生物合成法を活用して、末端に官能基が

導入された-PL を調製し、ポリスチレンと連結したブ

ロック共重合体を合成することで、ポリスチレンの加工

性と-PL の親水性や抗菌性を併せ持つ材料の創生を目

指す。また、-PL のようなカチオン性ポリマーは動物

細胞に対して接着性を示すことが知られており、上記の

共重合体は細胞培養の足場材料としても応用が期待でき

る。 

本年度は、末端アルキン化-PL と末端アジド化ポリ

スチレン（PS-N3）の連結反応の検討を行った。まず、

原子移動ラジカル重合（ATRP）により、分子量の異な

る2種類の PS-N3（分子量8000、30000）の合成を行っ

た。この PS-N3と、微生物合成により調製した末端ア

ルキン化-PL を、Huisgen 環化反応により連結した。

精製した反応産物を IR で分析した結果、アジド基に由

来する吸収ピークが消失し、新たに-PL 中のアミド結

合に由来する吸収ピークが表れたことから、反応が進行

したものと判断した。 

 今後は、物性評価のための大量合成・精製を行い、得

られたブロック共重合体を用いてフィルムを作成し、接

触角測定による親水性評価や、フィルム表面の抗菌性試

験を行う。また、フィルム表面における動物細胞の接着

性評価も行う予定である。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］-ポリ-L-リジン、バイオベースポリマ

ー、親水化、抗菌化、細胞接着 

 

［研 究 題 目］半導体量子ドット－光ナノ共振器結合系

を用いた多光子 NOON 状態生成の理論 

［研究代表者］上出 健仁（再生可能エネルギー研究セ

ンター） 

［研究担当者］上出 健仁（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、量子ドットと光ナノ共振器を用い、量子
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計測（量子標準限界を超えた高分解能計測）へ応用可能

な多光子 NOON 状態を生成する技術を理論的に提案す

ることを目的とした。半導体量子ドットは他の量子光源

と比較し発光レートが高く、レートはナノ共振器と結合

させることによりさらに増加することが知られている。

このため既存の系において極めて低いレートでしか得ら

れない多光子 NOON 状態を飛躍的に高いレートで生成

することができる可能性がある。また単一光子源以外の

量子光源へ応用があまり注目されていない量子ドット量

子光源研究に新しい方向性を提示するという狙いもあっ

た。研究代表者は、昨年度（H28年度）までに東京大学

ナノ量子情報エレクトロニクス研究機構（旧所属）にお

いて、結合したナノ共振器の2つの閉じ込めモードが量

子ドット励起子分子と二光子共鳴する量子系を用い、一

般の N>2にも拡張可能な NOON 状態生成法を提案して

いる。 

 本年度は、デバイス品質を低下させ得る効果を考慮し

たより現実的なシミュレーションを進め（i）量子ドッ

ト位相緩和への耐性評価を行い二光子結合定数である数

十eV 以下に相当する位相緩和レートであれば本方法

により NOON 状態を生成できることや、（ii）既に提案

されていた偏向のもつれを利用した二光子 NOON 状態

（N=2）の生成方法に対する本方法の応用上の優位性に

ついて明確化を行った。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］NOON 状態、もつれ光源、量子ドット、

ナノ共振器、共振器電気力学 

 

［研 究 題 目］ケイ素－ケイ素三重結合化合物を基盤と

する新規なケイ素不飽和結合化合物の創

製 

［研究代表者］関口 章（触媒化学融合研究センター） 

［研究担当者］関口 章（招聘研究員1名） 

［研 究 内 容］ 

 アセチレンの高周期元素類縁体である含ケイ素三重結

合化学種ジシリンはトランス折れ曲がり構造を持ち、ア

セチレンとは構造化学的にも、反応化学的にも大きく異

なる。これまで嵩高いトリアルキルシリル基を置換基と

する単離可能なジシリンと、有機小分子との反応を詳細

に解析することで、ケイ素π電子系の物性解明と、材料

科学の基礎としての高周期典型元素化合物の化学、合成

法の開拓、構造論、反応論を展開してきた。本研究では、

ケイ素－ケイ素三重結合化合物を基盤とする新規なケイ

素不飽和結合化合物の創製を目標とし、平成28年度は、

ジシリンとアルカリ金属ハロゲン化物との反応を検討し

た。 

 ジシリン（R−Si≡Si−R, R = SiiPr[CH(SiMe3)2]2）に

アルカリ金属ハロゲン化物（MX = KF, LiCl, LiBr）を

作用させると、一方の三重結合ケイ素へのハロゲン化物

イオンの付加が起こり、対応する金属置換ジシリノイド

（RXSi=SiR−・M+）を高収率で生成した。ジシリノイ

ドの合成はこれまで全く研究例がなく、その単離や構造

解析に成功し、性質や反応性を明らかにしたことは特筆

すべき成果であり、新規ケイ素二重結合化合物の創製な

ど、今後の発展に大きく貢献することが期待される。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］ケイ素アセチレン、高周期元素、付加反

応 

 

［研 究 題 目］小胞体ストレスを介した食事性脂肪肝の

発症メカニズム：新規脂肪酸センサー分

子の同定 

［研究代表者］安倍 知紀（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］安倍 知紀（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 これまで、アルコールの過剰な摂取が脂肪肝の原因で

あると考えられてきたが、近年アルコール摂取が原因で

はない食事性脂肪肝の罹患者が増加しつつあることが明

らかとなった。肝がんや肝不全を発症する前段階である

食事性脂肪肝は、栄養過多や運動不足といった生活習慣

の乱れにより発症すると考えられている。しかしながら、

発症過程における詳細な分子メカニズムについてはいま

だ不明な点が多い。偶然、ユビキチンリガーゼ Cbl-b 遺

伝子欠損マウスは高脂肪食による脂肪肝が野生型マウス

よりも増悪し、小胞体ストレスも増大することを見出し

た。そこで本研究は、Cbl-b による小胞体－ミトコンド

リア連関調節が、小胞体ストレスを介して食事性脂肪肝

を抑制することを明らかにすることを目標とした。今年

度は、脂肪肝が Cbl-b タンパク質にどのような影響を与

えるかについて検討を行った。 

 肝細胞において食事由来の長鎖飽和脂肪酸が Cbl-b タ

ンパク質量を減少させ、脂肪肝の引き金となると仮説を

立て研究を行った。しかし、マウスの肝臓や肝細胞、マ

クロファージにおいて予想に反して長鎖飽和脂肪酸は

Cbl-b のタンパク質量を増加させた。このタンパク質量

の増加には、転写レベルで促進されることも見出した。

これらのことから、食事性脂肪肝において Cbl-b はタン

パク質量よりも、その酵素活性の調節の方が肝臓への脂

肪蓄積抑制に重要であることが示唆された。そこで、長

鎖飽和脂肪酸を添加した肝細胞を用いて、Cbl-b の翻訳

後修飾（リン酸化・ユビキチン化）について詳細な検討

を行っている。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］脂肪肝、メタボリックシンドローム、生

活習慣病、小胞体ストレス、ミトコンド

リア 

 

［研 究 題 目］列車振動を用いた不整形地盤の探査手法

の開発 

［研究代表者］岡本 京祐（再生可能エネルギー研究セ
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ンター） 

［研究担当者］岡本 京祐（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 地盤中に傾斜や不連続な構造が存在する場所では、表

面波や反射波の重ね合わせにより、地震波の増幅的干渉

が生じる場合があり、局所的に甚大な被害を生じる危険

性がある。一方で、反射法地震探査等の不整形地盤に対

する探査手法は、用地やコストの問題で実施が困難なこ

とがある。本研究では地下の不整形箇所を、列車振動を

震源とした反射法地震探査により、簡易・安価に抽出す

るための基礎検討、開発を行うことを目的とした。 

 平成28年度に実施した項目は以下である。 

①列車振動波形内の定常的な波形要素の抽出 

 列車振動は連続移動する車輪がレールを圧縮すること

により生じる非定常的な部分と、レール継ぎ目等を車輪

が通過する度に生じる定常的な部分が混在している。収

録波形の自己相関処理により、複雑な列車振動波形から、

反射法探査の入力波形となり得る、レール継ぎ目等で生

じる定常的な波形を抽出した。 

②反射法処理のための地震波干渉波処理の適用 

 各レシーバー間で地震波干渉法処理を適用することに

より、複数の疑似ショット記録を作成した。 

③Seismic Un*x を用いた反射法処理 

 作成した疑似ショット記録を用いて、反射法処理を実

施して地下構造のイメージングを行った。 

列車振動を用いた一連の処理を行うことで、地下境界面

からの反射波を確認することが可能であることが分かっ

た。しかしながら、収録された観測波形の S/N 比を向

上させることが困難だという問題が判明し、明瞭な境界

面のイメージングまでを行うことは難しいことも明らか

となった。これを克服するためには、表面波探査や微動

探査によって得られたイメージング結果を補助情報とし

て活用することが重要である。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］列車振動、不整形地盤、振動観測、反射

法、地震波干渉法 

 

［研 究 題 目］多様な心の性をかたちづくる神経基盤の

解明 

［研究代表者］仲田 真理子（人間情報研究部門） 

［研究担当者］仲田 真理子（JSPS 特別研究員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究計画では、自分がどのような性に属するかとい

う性的アイデンティティー（性自認）をはじめとした、

性的指向、性表現など複数の要素からなる心の性が、脳

内でどのように表現されているかを解明することを目標

とした。そのためモデル動物であるげっ歯類を用いて行

動科学的・神経科学的な解析を行い、心の性の動物モデ

ルを作製したいと考えた。 

行動制御に関わる脳の各部位の機能を明らかにするた

めに、脳組織を局所的に破壊し、行動に与える影響を観

察することが必要である。そこで我々は、狭い標的部位

の機能を局所的に失わせる技術の作製を試み、新たな技

術「紫外線脳損傷法」を開発した。本手法では、長波長

の紫外線を脳表面に照射することにより、神経細胞を含

む照射部位の細胞の変性を引き起こし、照射部位に限局

した脳損傷を作製することができる。ラットの硬膜上に

留置した光ファイバーから長波長紫外線を照射し、5日

後に組織学的解析を行った結果、脳表面に釣り鐘型の局

所的脳損傷が観察された。損傷部位では神経細胞の死滅

がみられ、ミクログリアやアストロサイトなどが損傷の

内部および周囲に集積していた。対照実験として、ハロ

ゲン光源を用いて同様の方法で、同量の可視光を脳表に

照射したが、可視光照射後にはほとんど損傷は観察され

なかった。このことから、長波長紫外線の脳表への照射

が、局所的な細胞死を引き起こしたと考えられる。また、

照射量を変えることにより、損傷の大きさをコントロー

ルできることも明らかにした。今後、この手法を用いて、

局所的な損傷が、心の性に関連する社会行動に与える影

響を検討したいと考えている。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］局所的脳損傷、紫外線、行動神経科学 

 

［研 究 題 目］情動の潜在機能を引き出す情報基盤技術

の構築と活用 

［研究代表者］福嶋 政期（人間情報研究部門） 

［研究担当者］福嶋 政期、多田 充徳 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究プロジェクトは、ブレーンストーミングや KJ

法などの協調作業の場面において参加者の情動が抑圧さ

れてしまい、対話や議論が活発化しない課題の解決を目

指した。情動が抑制されてしまう要因を「対面コミュニ

ケーション」と「情報技術」の二つに分け、前者を昨年

度に、後者を本年度に取り組んだ。 

 特に、協調作業の場面において PC を利用すると対話

が減る課題に対して、メンバー間に垂直な画面を配置す

ることを避け、付箋などの共同注視が可能なツールに、

デジタルな機能を加える事を検討した。ブレーンストー

ミングや KJ 法では、付箋やカードにアイデアを書き、

それらをカテゴリ分けし、図解化しながら進める。その

過程を情報技術で支援するために、テーブル上の全ての

付箋の ID と位置をカメラで追跡し、カテゴリ分けの結

果を推定することを試みた。付箋の異方性を考慮し、付

箋間の配置方向を考慮した Density-based spatial 

clustering of applications with noise（DBSCAN）を

提案し、カテゴリ分けの推定が可能であることを示唆し

た。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］情動、感情、ブレーンストーミング、
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KJ 法 

 

［研 究 題 目］ヘッドマウント式輻輳計測装置による眼

球運動計測からわかる視覚情報処理 

［研究代表者］河野 憲二（人間情報研究部門） 

［研究担当者］河野 憲二、松田 圭司 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究の目的は、ヒトが豊富な視環境の中から処理す

べき対象物を抽出し、視線を向けるときにおこる眼と頭

の協調運動を計測することにより、視線を向けるための

3次元空間における視覚情報の処理機構を明らかにする

ことにある。豊富な視覚対象物のある実世界環境下で、

自発的、あるいは指示の下に起こる頭と眼の動きをヘッ

ドマウント式計測装置を用いて計測し、存在を感じた対

象物に視線を移す時、輻輳眼球運動、サッケード眼球運

動と頭部の運動とがどのようなタイミングで協調して起

きているのかを明らかにする。また、その動作の特性を

確認、定量化するため、実験室では、視覚的性質を正確

に、系統的に変化させることのできる対象物を用い、意

図的に頭と眼を動かした時に観察されるそれぞれの動き

の視覚刺激の性質に対する依存性を明らかにする。 

本年度は、これまで困難とされてきた実験者の指示を

理解できない小児や動物（特にトレーニングの難しい動

物、マーモセットなど）の眼球位置のキャリブレーショ

ンを容易に実施する手法を開発した。マーモセットを用

いた計測については、液晶画面にマーモセットの顔画像

を提示し、動かすことでマーモセットに眼球運動で画像

の動きを追跡させることができ、眼球位置のキャリブレ

ーションが可能となった。また、ヘルメットにカメラ、

赤外線光源をセットし、アゴ台を離れて行動中の眼球運

動を計測できるシステムを開発した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］ヘッドマウント型眼球運動計測システム、

輻輳眼球運動計測、サッケード眼球運動

計測 

 

［研 究 題 目］初期地球解読に向けた陸上蛇紋岩温泉の

炭素循環研究 

［研究代表者］須田 好（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］須田 好（他1名） 

［研 究 内 容］ 

当該研究の目的は、蛇紋岩を母岩とする温泉環境を冥

王代類似環境と想定し、観測に基づいて蛇紋岩化反応に

支配されたシステム（蛇紋岩－水反応系）における炭素

の循環を明らかにすることである。蛇紋岩化反応で形成

される高水素濃度環境は、非生物的な有機合成を促進し、

且つ太陽光に依存しない生態系を維持できるため、初期

生命の誕生場として関心を集めている。しかしながら炭

素循環に関わるプロセスは未だよく分かっていない。そ

こで、蛇紋岩温泉である白馬八方温泉（長野県）におい

て地球化学的な解析を実施し、無機および有機炭素化合

物の起源、生成・消費機構を解読して炭素循環の全体像

の構築を試みる。本年度は以下の3項目に取り組んだ。 

1）炭素同位体比測定に向けた溶存有機酸の濃縮： 

白馬八方温泉試料中に含まれるギ酸・酢酸の炭素同位

体比を正確に決定するためには、測定に十分な濃度まで

濃縮する必要がある。そこで、真空凍結乾燥による濃縮

法の試験分析とブランクテストを実施した。白馬八方温

泉試料と同程度の濃度に調整したギ酸および酢酸水溶液

を真空凍結乾燥法により濃縮させた。濃縮時間を変えた

試料を比較したところ、ギ酸および酢酸の炭素同位体比

の差は分析誤差範囲内であることが分かった。しかし一

方で、ブランクテストの結果、試料の pH を強アルカリ

性に調整する際に比較的高い濃度の有機酸が混入するこ

とが分かった。実試料へ適用するためにはブランクの低

減対策を講じる必要があり、次年度の課題である。 

2）揚湯パイプ沈殿物の分析： 

源泉井戸の揚湯パイプに付着した沈殿物の分析を行っ

た。X 線回折法（XRD）分析の結果、沈殿物の主成分

は炭酸カルシウムであることが分かった。 

3）白馬八方温泉サンプリング調査： 

2017年8月に実施した調査では、2本の源泉井戸それ

ぞれについて、溶存無機炭素の炭素同位体比および希ガ

スの同位体比測定用の試料を採取した。温泉水中の溶存

無機炭素に関しては、低濃度のために正確な炭素同位体

比は測定できなかった。深部起源ガスの寄与を評価する

目的で遊離ガス中の希ガス分析を行った結果、高いヘリ

ウム同位体比（3He/4He 比）が観測された。このこと

からマントル起源ヘリウムの高い寄与が示唆される。 

本年度は、当該研究課題について国内にて2件の発表

を行った。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］蛇紋岩、初期地球、炭素循環 

 

［研 究 題 目］ns2型発光中心を含有したガラス蛍光体

における局所構造と発光特性の制御 

［研究代表者］正井 博和（無機機能材料研究部門） 

［研究担当者］正井 博和（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

蛍光体は一般に粉末結晶が用いられているが、賦形性、

透明性に優れた酸化物ガラスが結晶蛍光体に匹敵する発

光特性を呈することができれば、新規光学材料として応

用展開が可能になる。本研究では、特に s-p 許容遷移過

程を有する Sn2+などの ns2型発光中心含有する酸化物ガ

ラスの発光特性を評価した。ns2型発光中心は、最外殻

に電子を有するため、周囲の配位子場の影響を受けやす

い。本研究では、ガラスの作製条件によって、発光特性

が大きく変化することを実証した。また、ガラス中にお

ける Sn2+の価数評価に際して、放射光施設における
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XANES 測定を用いた評価方法の妥当性を検証した。一

方、ns2型発光中心と同様、周囲の配位子場の影響を受

けやすい発光中心である Ce3+をドープしたガラスにお

いて、ガラスにおける組成が、X 線励起による発光（シ

ンチレーション）過程に影響することを見出し、ホスト

材料から発光中心へのエネルギー輸送過程の制御が高効

率発光材料の実現に向けて重要であることを実証した。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］ガラス、蛍光、構造解析 

 

［研 究 題 目］1分子運動解析によるレドックス感受性

TRP の分子運動基盤 

［研究代表者］三尾 和弘（先端オペランド計測技術オ

ープンイノベーションラボラトリ） 

［研究担当者］三尾 和弘（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 生体にはそれぞれ異なる活性域を持つレドックス感受

性 TRP 群がセンサーシステムを構築して、感知に必要

な酸素濃度域を広くカバーしている。細胞・生化学的実

験から刺激に対する応答や、鍵となるドメインの特定は

進んだが、レドックス刺激がどのようにしてチャネルを

動かし、センサーとして働いているかは十分にはわかっ

ていない。その理解には構造学的研究が不可欠である。

ピコメートル&フェムト秒の超高時空間分解能を持つ、

X 線1分子追跡法（Diffracted X-ray Tracking）を用い

た分子内運動解析と、電子顕微鏡を用いた高分解能解析

との相互補完的性質を合せることで、レドックス刺激が

生命現象に与えるメカニズムの理解を目指している。動

的な構造解析として、最も高速・高精度な1分子解析手

法である X 線1分子運動追跡法（DXT）を用いて

TRPV1の分子運動解析を進めた。化学リガンドとして

カプサイシンを、物理刺激として熱刺激を与えて分子運

動に与える作用を解析した。分子内の異なる領域に金ナ

ノ結晶を結合させるための Met タグを導入し、ドメイ

ンごとの異なる運動検出を試みた結果、カプサイシンと

熱刺激に対する分子応答を検出することができた。また

ラボレベルの単色 X 線源を用いた DXB（Diffracted X-

ray Blinking）法を新たに開発し、その有用性検証を行

った。DXB では発現細胞の分子運動を100 micro sec の

オーダーで追うことに成功し、各種変異体を含む安定細

胞株を作成し、細胞レベルでの実験も推進した。 

［領 域 名］材料・化学   

［キーワード］タンパク質構造、膜タンパク質、分子内

部運動 

 

［研 究 題 目］昆虫－微生物共生可能性の探索と分子基

盤の解明 

［研究代表者］深津 武馬（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］深津 武馬、古賀 隆一、森山 実、 

松下 智子、木村 節子、坪田 潤 

（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 従来の共生研究はすでに高度に確立された共生関係を

対象としてきたが、近年の研究により環境中に特定の宿

主生物（例えば半翅目昆虫のカメムシ類など）に潜在的

な共生能力を有する自由生活性細菌が普遍的に存在する

ことがわかってきた。本計画研究では、このような「潜

在的共生細菌」の全貌を把握するとともに、既知の「必

須共生細菌」や「任意共生細菌」と比較解析することに

より、共生進化の条件や可能性、さらに共生進化を促進

する要因や制約する機構をさぐり、共生進化ダイナミク

スの本質的な理解をめざし、以下の研究を実施した。 

・我々が先行研究で確立したチャバネアオカメムシを主

たるモデル系として、共生可能性の機構および進化に

関する実験を遂行するとともに、他種カメムシ類やそ

の他の昆虫類も含め、より有望な実験系の探索をおこ

なった。 

・共生細菌除去幼虫を日本各地の土壌試料に曝露、スク

リーニングすることで、環境中の共生可能細菌群を網

羅的に探索、分離、同定した。中でも南西諸島の宮古

島は共生細菌 C のみが優占する特異な共生細菌叢を

呈することが判明し、今後より詳細な解析を行ってい

くことにした。 

・異なる細菌間で競争感染実験を実施して、相対共生能

力を定量化した。今後、これら異なるレベルの共生能

力を示す細菌類について、感染密度、局在、垂直感染

率、宿主共生器官の形態や大きさなどの相関、分散、

揺らぎを測定し、共生能力と揺らぎ応答の関係につい

て種間レベルで検討の予定である。 

・共生可能細菌に感染させた昆虫系統を飼育維持し、適

応度の高い個体を選抜して体内細菌を次世代に感染さ

せることを継続的に繰り返して進化実験をおこなうた

めの予備実験に着手した。 

［領 域 名］生命工学   

［キーワード］昆虫、共生細菌 

 

［研 究 題 目］細胞間生命情報伝達を担う新規膜小胞の

生物物理化学特性の解明 

［研究代表者］石井 則行（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］石井 則行（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 細胞から放出される膜小胞には、エクソソームやマイ

クロベシクル、さらに不均質なナノ粒体群が含まれ、正

常な発生や生理的プロセスならびに全身の病理的プロセ

スに関与し、近接および遠方の微小環境において細胞間

情報伝達を担っている。エクソソームがナノコロイド粒

子であることに留意し、物理化学的視点に立った解析を

進めた。具体的には、種類の異なった細胞株の培養上清

に我々の開発した分画調製法を適用し、当該調製法の一

般化、高度化を進め、ショ糖密度勾配超遠心分離の各画
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分について、免疫生化学分析、動的光散乱（DLS）法

によるナノ粒子径分布計測、電子顕微鏡解析等を実施し

た。 

 我々の開発した新規調製法によって分画した

HEK293由来の CD63陽性画分について、先行的に X

線溶液散乱（SAXS）実験を行い、脂質膜の構造が反映

される高 q 領域の解析を試みた。また、DLS 測定や電

子顕微鏡解析から各画分の小胞の構成比は必ずしも均質

とは言えないが、HEK293や C6Bu-1由来の膜小胞画分

について、平均的ゼータ電位を計測し、興味深い荷電状

態が確認された。 

 近年のハード・ソフトウエア両面での技術革新

によってクライオ電子顕微鏡解析による分解能が飛躍的

に向上した。エクソソームは、多様性に富む生体由来の

ナノスケールの複雑系であり、その生物物理学的解析に

はクライオ電子顕微鏡法からのアプローチは有効と考え

ている。クライオ電子顕微鏡技術を再確認、調査・分析

し、本研究を遂行する上で有益な連携基盤の構築を進め

た。今後は、クライオ電子顕微鏡解析をも視野に入れ、

物理化学的特性の全容解明を進める。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］膜小胞、エクソソーム、膜タンパク質、

動的光散乱、X 線溶液散乱、電子顕微鏡 

 

［研 究 題 目］自己修復可能な絶縁層を有するプラズマ

アクチュエータ 

［研究代表者］瀬川 武彦（省エネルギー研究部門） 

［研究担当者］瀬川 武彦、廣瀬 伸吾、松沼 孝幸、 

荒川さと子（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究で試作するプラズマアクチュエータは、従来型

と同様に絶縁層となる誘電体の表裏両面に電極となる2

枚の金属板を設置した構造であり、非対称配置された電

極間に高周波の高電圧を印加することで壁面に沿う一方

向ジェットを誘起させた。平成29年度は誘電体層に人

工的なボイド構造を造形するための手法開発に取り組み、

空隙率の異なるポーラス状アルミナセミックス板を絶縁

中間層とし、絶縁中間層の上下面に膜厚0.5 mm のシリ

コーンゴムシートを接着することで供試体を試作した。

供試体の表裏面に設置した電極間に交流高電圧を印加し

た結果、アルミナセラミックスの空隙はボイド構造とし

て機能し、誘電体バリア放電が生成されることが確認さ

れた。自己修復機能を付与するための予備実験として、

ポーラス状アルミナセラミックスの一部に低融点樹脂を

充填し、総厚み1.5 mm 程度のプラズマアクチュエータ

構造を構築した。正弦波電圧を連続印加時の消費電力の

時間変化を V-Q リサージュ法で解析し、供試体に内部

構造の変化が静電容量に与える影響を調査した。 

［領 域 名］エネルギー・環境、エレクトロニクス・

製造 

［キーワード］流体制御、プラズマアクチュエータ、誘

電体バリア放電、絶縁材、自己修復 

 

［研 究 題 目］空気中の二次元圧力分布可視化を実現す

る機能性中空マイクロカプセル 

［研究代表者］染矢 聡（省エネルギー研究部門） 

［研究担当者］染矢 聡、畑澤 奈緒美 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では中空のマイクロカプセルに、酸素分圧に応

答して明るさや寿命を変化させながら燐光を発する機能

性分子をドープし、空気中の圧力分布を可視化計測可能

な機能性中空マイクロカプセルを開発する。 

粒子の時間応答性を評価するための共鳴管システムを

設計、試作した。また、圧力感度向上のため、従来にな

い新しい燐光データ取得方法を開発した。更にこの新し

いデータ取得法の適用に有用な汎用電源を開発し、実用

化につなげた。また、その評価試験に活用可能な温度・

圧力制御が可能なチャンバーを試作した。 
 これらの新しい計測法、電源により、従来の圧力測定

法の約2倍の感度での計測を達成できたが、気流の圧力

分布を計測するには1 Pa 以下の感度が必要と考えられ

るため、更なる改善が必要である。 

 カプセルの合成方法については、カプセル構造材とそ

の溶液、分散媒、乾燥方法など多くの観点から合成法の

最適化を目指した試行錯誤を継続している。更にカプセ

ルにドープする機能性燐光分子についても多くの選択肢

について、合成時の安定性などを評価し、マイクロカプ

セル製造に適切な機能性分子を見出した。 

 今後は今回作成した共鳴管システム等を用いて応答性

の評価をしつつ、圧力分布計測を実現しえるカプセルト

レーサーの作成法の最適化を推進する。 

［領 域 名］エネルギー・環境  

［キーワード］可視化、圧力、速度、蛍光、カプセル 

 

［研 究 題 目］可変シワ構造による表面摩擦機能の拡張 

［研究代表者］大園 拓哉（機能化学研究部門） 

［研究担当者］寺岡 啓（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 摩擦力は、可動部、摺動部、トルク伝達部等の実用装

置上、重要な物理量であり、場合に応じて滑り状態（低

動摩擦）からグリップ状態（高静摩擦）まで幅広い特性

が求められる。摩擦に影響する要素として、摩擦界面で

の相対的な凹凸サイズ・硬さ・化学的材質がある。従来

これらの要素は、目的に応じて設計され、一定の摩擦係

数（摩擦力/垂直抗力）等の特性を発揮するが、摩耗等

で受動的に変化するだけである（静的）。対して本研究

では、可逆変化が可能な凹凸構造を新しい制御パラメー

ターとして摩擦特性を拡張し、摩擦力を必要な時に瞬時

に変化できる新技術の開発を試みる。その可変な凹凸構
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造として作製も容易な自己組織化シワ構造を用いる。こ

のシワ構造と摩擦相手材との相対的な凹凸サイズ・硬

さ・化学的性質が、敏感に摩擦に影響するが、摩擦が減

ることも増えることも想定される。そこで摩擦特性を評

価・解析してこれらの相関を科学的に明らかにし、摩擦

機能の拡張性を示すことが第1目標である。また技術の

インパクトを証明するため、人間が握るグリップ等への

具体応用を想定し、シワ構造と特に手指との摩擦挙動を

調査し、その科学的理解で裏打ちされた摩擦制御機能の

実用性を示すことが第2目標である。結果的に本研究成

果は、アクティブに摩擦を変える新しいコンセプトを実

証する。すなわち、滑面にもグリップ面にも柔軟に対応

できる表面の創出が見込まれる。最近の成果では、凹凸

形状の変化で付着力を変化できる新しい複合部材を開発

できている。 

［領 域 名］材料・化学   

［キーワード］摩擦、トライボロジー、ゴム、グリップ、

シワ 

 

［研 究 題 目］極小アレイを用いた新しい微動探査法の

開発 

［研究代表者］長 郁夫（地質情報研究部門） 

［研究担当者］長 郁夫、横井 俊之（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 極小アレイ(Miniature Microtremor Array method, 

MMA)を用いた微動探査による深さ1 m～10 mの精度を

評価することを目的として、茨城県潮来市の表面波探査

（Surface Wave method, SW）地点でMMAを実施し、

各手法の位相速度分散曲線を比較した。アレイを構成す

る地震計のタイプ（サーボ型と動コイル型）による解析

精度の相違を見るために、サーボ型加速度計（JU410）

と動コイル型ジオフォン(GS11D)の両方のケースを実

施した。その結果、2つの測線に沿う複数地点でMMAに

よる位相速度は10 Hz以上の高周波数帯域でSWによる

位相速度に対して過大評価することが分かった。10-20 

Hzでは周波数帯域とともに徐々に乖離が大きくなるが、

乖離の程度は大きくない。しかし、20 Hzでは平均的に

20 %の過大評価となった。JU410による乖離はGS11D

よりも大きかった。1/3波長則で概算すると、浅い側の

解析限界はGS11Dで0.7～1 m、JU410で2～2.5 mとな

ると考えられる。 

ただし、分散曲線の形状から上記サイトでは高次モー

ドが卓越することが明らかであった。この事実は、位相

速度の直接比較ではMMAの精度の厳密な評価は難いこ

とを示唆する。速度構造の推定結果を比較するのがより

適切である。そこで、当初の計画を超えるが、速度構造

推定に関する2つのアプローチの開発を実施した。1つ目

のアプローチは安全サイドでの簡易法、2つ目はより一

般的で厳密だがかなり複雑な方法となる。具体的には、

1つ目は、数Hzから20 Hzまでの安全な周波数範囲だけ

を用いて平均的な速度構造を推定する手段の提案である。

2つ目は、データに含まれる高次モードの割合を情報量

規準に基づいて客観的に解釈して逆解析を実施する方法

の提案である。これらの方法により、MMAとSWでそ

れぞれ得られる速度構造モデルの客観的な比較が可能と

なる。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］常時微動、地下構造探査、強震動、地震

防災 

 

［研 究 題 目］AFI 型多孔質単結晶とアントラセンの複

合物質における協奏的光学機能の創成 

［研究代表者］小平 哲也（化学プロセス研究部門） 

［研究担当者］小平 哲也（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 内径0.7 nm の一次元ナノ孔を有する AFI 型無機多孔

質単結晶にアントラセン分子を導入し、アントラセン分

子単独、もしくはその結晶には見られない特異な光学機

能を AFI 単結晶との相互作用を通じて創出することを

目的とする。 

 平成29年度は化学組成がシリカアルミノリン酸塩で

ある AFI 型（以下、SAPO-5と呼ぶ。）単結晶中のアン

トラセンの電子物性を評価した。SAPO-5内のアントラ

センはカチオニックな状態にあることが単結晶偏光顕微

分光、及び、電子スピン共鳴測定から確認された。これ

は SAPO-5結晶が有するブレンステッド酸点が働き、本

来中性であるアントラセンから電子が引き抜かれたこと

によるためと解釈した。カチオニック状態にあるアント

ラセンは、正孔を有することになるため、電気伝導特性

に反映されることを期待した。一次元細孔の両端に電圧

を印加することに相当する電極接続で、当該単結晶に対

する2端子法による電気伝導測定を行った。結果、熱活

性型キャリアの存在が確認された。 

 また、一次元細孔に対して垂直方向に電場印可した際

は、絶縁体となった。このことは、電気伝導は一次元ナ

ノ孔内で一次元に配列したアントラセン分子間を電子が

移動していることを物語っている。  

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］AFI、アントラセン、単結晶、光学機能 

多孔質結晶 

 

［研 究 題 目］圧力駆動 Liver－on－a－chip の開発：

三次元肝組織の生体外長期灌流培養 

［研究代表者］杉浦 慎治（創薬基盤研究部門） 

［研究担当者］杉浦 慎治、佐藤 琢、長崎 玲子、 

金森 敏幸（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 三次元組織を圧力勾配場に配置して培養するために、

多孔性膜を組み込んだ圧力駆動循環培養型マイクロ流体

デバイスを製作した。フォトリソグラフィーとレプリカ
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モールディング法を用いてマイクロ流体デバイスを加工

した。流量測定により、デバイスが当初の設計通りに加

工できていることを確認した。 

肝実質細胞と血管内皮細胞によって構成される三次元

組織を圧力駆動型マイクロ流体デバイス内に構築するた

めのモデルとして、ヒト肝癌由来細胞 HepG2 とヒト臍

帯静脈内皮細胞（HUVEC）を共培養した。多孔性膜の

上に HepG2と HUVEC を所定の比率（1:1～10:1 程度）

で混合し、面積あたり106～107 cells/cm2の細胞を導入

した。この細胞密度は一般の単層培養の細胞密度の10

～100倍程度の密度であり、重層三次元組織が形成され

る。マイクロ流体デバイスを加圧装置に接続することで

形成された三次元組織を圧力勾配場に配置し、培養液を

循環させて培養することが可能であることを確認した。 

形成された三次元組織の機能評価を行ったところ、

CYP3A4活性に対する共培養効果は認められなかったも

のの、3次元培養装置では通常の単層培養に比べ培養面

積あたり70倍に相当する細胞が、その活性を保ったま

ま非常に狭い培養空間で培養できる事が確認された。ま

た3次元共培養の組織構造は、3次元 HepG2単独培養と

比べその組織構造が密になっていた。しかしながら、培

地内の成長因子などの濃度勾配が形成されなかったため

か、血管様構造は観察されなかった。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］細胞、組織工学、血管、肝臓、微細構造、 

 

［研 究 題 目］メタン生成触媒を用いた革新的バイオガ

ス生産システムの創製 

［研究代表者］金子 雅紀（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］金子 雅紀、 辻村 清也（筑波大学） 

 （常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究の目的は、メタン菌の持つメタン生成補酵素を

触媒に用いた革新的なバイオガス生産システムの創製で

あり、究極的には「太陽エネルギーを化学エネルギー

（メタン）へ変換する技術」の創出を目指す。それによ

り従来のバイオガス生産方法に新たな変革をもたらすこ

とである。 

当該年度の研究計画は、1）電極反応における補酵素

活性化の最適化、2）多孔質炭素電極を用いた電気化学

応答効率の向上、3）メタン菌の大量培養および補酵素

の高効率で迅速かつ簡便な抽出・精製方法を開発するこ

とである。 

補酵素の電極反応においては、弱アルカリ性の溶液中

において、メディエーター、金あるいは炭素電極、補酵

素、メチルコエンザイム M 存在下において有意な電極

応答が確認された。しかしながら、電気化学分光法にお

いては、還元型補酵素の存在は確認できず、反応系の最

適化に課題が残った。そのため、1）電極反応における

補酵素活性化の最適化および2）多孔質炭素電極等を用

いた電気化学応答効率の向上においては、次年度以降も

継続して挑戦する。 

一方、メタン生成菌の大量培養においては、10 L の

ジャーファーメンターにて Methanosarnina barkeri を
用いた培養系を確立し、培養菌体140 g/week の集菌量

が得られるようになった。また、抽出および前処理・精

製の各段階を無人で行えるように改良し、高効率で迅速

かつ簡便な補酵素精製法を確立した。 

予察的な実験として、還元剤を用いた化学的なメタン

生成補酵素の活性化を行い、成功した。これにより平成

31年度に計画している研究も並行して行うことが可能

になった。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］補酵素 F430、機能特異分子、メタン生

成アーキア、電気化学 

 

［研 究 題 目］疾患発症・進行予測に向けた有機薄膜 

FET によるヒストン化学修飾解析 

［研究代表者］栗田 僚二（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］栗田 僚二、冨田 峻介（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、多彩なヒストンの化学修飾を生体分子間相

互作用として解析するため、有機薄膜 FET デバイスの

開発を行いエピジェネティクスセンサとして分子生物学

や疾病診断、発症・進行予測ツールとしての可能性を見

出すことである。抗ヒストン抗体による免疫化学的なア

プローチに基づく各種ヒストン修飾の解析を行うための

FET デバイスの開発に取りかかった。一般的に有機ト

ランジスタは水の影響を受けやすく、水中でのセンシン

グが必須となるバイオセンサ応用では抗原抗体反応部位

に工夫が必要となる。そこで、水溶液中での生体分子間

相互作用においても安定に信号を取得可能な延長ゲート

型電極構造を採用することとした。加えて、無機 FET

トランジスタも同時にセットアップを行っている。これ

は、作成したデバイスの動作確認と有機 FET の特性比

較のためである。抗体を固定化した有機 FET が測定対

象となるヒストンを捕捉した場合、しきい値電圧やドレ

イン電流値が変化するため、これらのパラメータを使っ

てヒストン捕捉量を測定することが可能であると考えて

いる。これらの測定対象となるヒストンの修飾状況を調

査し、当該研究に用いることが出来そうな抗体の選定を行

い、H3K4me1~3、H3K9ac、H3K9me2~3、H3K14ac、

H3K27ac 、 H3K27me1 、 H3K27me3 、 H3S10ph 、

H3S28ph を用いることとした。加えて、実験に用いる

各種がん細胞の培養を開始した。さらに培地中成分の多

変量解析として、タンパク質の定性ならびに半定量実験

をおこない、ヒストン修飾への足がかりとした。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］バイオセンサ、ヒストン、トランジスタ 
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［研 究 題 目］細菌における細胞内共生の人工再構築と

初期生命研究への応用 

［研究代表者］柿澤 茂行（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］柿澤 茂行（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 ミニマムゲノム細菌とは、ゲノムを極限まで縮小させ、

生存に必要な遺伝子のみを持たせた細菌のことであり、

マイコプラズマという細菌を用いたミニマムゲノム細菌

が作成されている。ミニマムゲノム細菌は細胞サイズや

細胞分裂がうまく制御できず、10 µm を超える巨大細

胞（Giant cell）を作ることが分かっているが、申請者

の研究により、この細胞において細胞内共生の現象が見

出された。細胞内共生は真核生物の誕生等の重大な進化

イベントと深く関わり、初期生命の進化過程において重

要であったと考えられている。初期生命は遺伝子数の少

ない単純な生命であったと仮定するとミニマムゲノム細

菌と類似点があり、「生育できるが細胞サイズが制御で

きない状態」が一時期存在し得たと推測できる。その際

に細胞内共生が頻繁に起こることで進化に寄与し、その

後の遺伝子獲得により細胞内共生能を失ったという進化

過程が考えられる。すなわちミニマムゲノム細菌は初期

生命における細胞内共生の現象を再現している可能性が

考えられる。本研究は新たに発見されたミニマムゲノム

細菌における細胞内共生現象に端を発し、この細胞内共

生の性状およびメカニズムの解明を目指すと共に、ミニ

マムゲノム細菌を初期生命のモデル細胞として提案する

ことを目的とする。 

 本年度は細胞内共生の性状を詳細に解析した。様々な

染色試薬と顕微鏡を用いて観察すると共に、巨大細胞を

作りやすいコンディションの検討を行った。これらの研

究により、今後の研究が進展するであろう端緒をつかん

だ。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］細菌、共生 

 

［研 究 題 目］ムチンプロファイル解析による粘液線維

肉腫の悪性形質発現機能の解明 

［研究代表者］亀山 昭彦（創薬基盤研究部門） 

［研究担当者］亀山 昭彦（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、骨軟部腫瘍、特に粘液線維肉腫において

発現量が変化するムチンおよびその糖鎖について、研究

代表者が世界に先駆けて開発したムチン解析法である分

子マトリックス電気泳動法を用いたムチンプロファイル

解析を行い、従来の病理診断、組織学的悪性度等と対比

させることにより、ムチンの種・質・量に着目した粘液

線維肉腫に関する新たな疾患概念の確立や、その発生、

浸潤性に関わる分子機構の解明、さらには新たな血清診

断マーカーの発見を目指す。 

 平成29年度は、浸潤性粘液線維肉腫のムチンプロフ

ァイル解析を行った。浸潤性粘液線維肉腫ではムチンは

ほとんど分泌されておらず、一方でヒアルロン酸が大量

に発現されていることを明らかにした。腫瘍組織から抽

出したタンパク質を分子マトリックス電気泳動で分離し、

ヒアルロン酸結合タンパク質で染色したところ、腫瘍組

織にはヒアルロン酸のみならずヒアルロン酸に結合する

タンパク質が多く含まれていることが示唆された。 

 粘液線維肉腫は希少がんであり検体数が少ない。した

がってこれまでに蓄積されたホルマリン固定パラフィン

包埋検体が利用できれば、より短期間で病態とムチンプ

ロファイルとの相関を明らかにできる可能性がある。そ

こで、方法論開発のためのモデルとしてパラフィン包埋

したブタ顎下腺組織を利用し、ムチン抽出の検討を行っ

た。その結果、温和な化学処理によりパラフィン固定し

た組織からムチンが抽出できることが判った。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］ムチン、糖鎖、粘液線維肉腫 

 

［研 究 題 目］認知症を防ぐオン・ベッド・リハビリテ

ーションシステムの開発 

［研究代表者］菅原 順（人間情報研究部門） 

［研究担当者］菅原 順、二宮 友佳（以上、人間情報

研究部門）、柴田 茂貴、平澤 愛（以

上、杏林大学）、 

福家 真理那、山邉 貴之、山本 拓也、

竹村 雅弘（以上、筑波大学） 

（常勤職員2名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

高齢者において臥床が長期化した場合、廃用性症候群

が起こり、それに伴う不活動によって、認知症の発症や

症状が進行することが報告されている。それゆえ、早期

離床が重要なポイントとなる。申請者らは、ヒトの循環

制御機能の生理学研究で用いられている下半身陰圧刺激

（Lower body negative pressure: LBNP）を応用した

「早期離床を支援するリハビリトレーニングシステム」

の開発を進めている。このシステムでは、立位姿勢によ

って加わる自律神経系、循環系、筋骨格筋系への刺激を、

仰臥位姿勢のままで付加することができる。本申請課題

では、このシステムを発展させ、歩行等の立位で行うリ

ハビリトレーニングをベッドに寝た状態で実施できるリ

ハビリシステム（オン・ベッド・リハビリテーションシ

ステム）を確立し、その上で、本システムを使用したリ

ハビリトレーニングが、認知症の予防に寄与し得るかど

うかを検証することを目的とした。 

今年度は、若年健常者を対象に、LBNP システムで

の陰圧負荷中に、循環指標がどのように変化するかを検

証した。特に、足底面に荷重が加わった場合と加わらな

い場合を比較することで、静脈還流量の減少という刺激

に筋および腱からの運動刺激の入力が加わった場合に、

自律神経系の循環調節がどのように変化するかを検討し
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た。6kP の陰圧刺激を加えた場合に、足底面に荷重が

加わる設定では、平均39.7kg の荷重が確認された（体

重の67.3%相当）。この時、心拍数および末梢動脈圧は

ベースライン（下肢陰圧負荷無し）に比し、有意に増加

したが、これらの応答に2条件間で有意差は認められな

かった。現在、圧反射感受性等の制御系に違いが生じて

いるかなどの検証作業を進めている。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］リハビリテーション、循環制御、筋力 

 

［研 究 題 目］運動習慣のない高齢者への工学・心理学

的アプローチによる運動支援手法に関する

研究  

［研究代表者］細野 美奈子（人間情報研究部門） 

［研究担当者］細野 美奈子、井野 秀一（以上、人間

情報研究部門）、木村 健太（自動車ヒ

ューマンファクター研究センター） 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、生活行動空間（life-space mobility）

が低下しがちで運動習慣のない高齢者が自己主体感を持

って運動に取り組めるよう、在宅かつ座位で利用可能な

運動支援システムの開発を行い、座位で取り組む足部の

運動が運動・認知機能に与える影響を評価することであ

る。本研究で得られた成果をもとに、運動習慣がない高

齢者の生活機能低下の予防や日常生活、コミュニティへ

の復帰を、身体的のみならず意識的側面からも支援する

手法の構築を目指す。 

 平成29年度は、主に運動支援システム構築に向けた

予備的実験とシステムの試作に取り組んだ。具体的には、

予備的実験として、座位で取り組む足部の軽運動が心理

的・身体的に与える影響を人間工学実験によって評価し

た。この実験の結果、心肺機能への負担がない程度の軽

運動への取り組みであっても心理的影響を及ぼすこと、

さらに、心理的影響の傾向には個人間に大きな差が生じ

ること、運動習慣の有無やセルフエフィカシーとは別の

要素が心理的影響を与える要因として考えられることが

示唆された。以上の結果から、運動の習慣化を支援する

際には、低強度で生理的な変化の少ない軽運動であって

も心理的に大きな個人差を生じる可能性を考慮してシス

テム設計に取り組む必要性のあることが確認された。こ

の考察をもとに、生成する動きに対してフレキシビリテ

ィを持つ運動支援システムを試作した。具体的には、シ

ステム使用者の意志や発想で任意の足部自動運動が可能

となるよう、①拘束や装着することなく使用可能である

こと、②緩衝作用による反力を利用可能であることを設

計指針とし、空気圧アクチュエータを利用した運動支援

システムを試作した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］運動支援、高齢者、生体計測、セルフエ

フィカシー、システム設計 

 

［研 究 題 目］脳波ハイパースキャン技術を用いた非言

語的意思疎通の評価と操作 

［研究代表者］岩木 直（自動車ヒューマンファクター

研究センター） 

［研究担当者］岩木 直（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、対面する被験者双方における脳活動の同

時計測（ハイパースキャン）データから、それらの間の

相互作用と、非言語的コミュニケーションにおける行動

指標や主観的評価指標との間の相関関係を明らかにして、

相互の意思疎通度合いを評価すること、さらには評価し

た情報をフィードバックすることで意思疎通の良さを操

作可能かどうか明らかにすることを目指している。この

目標に向けて、今年度は対面した被験者二名同時に、脳

波（EEG）、眼球運動（EOG）等を同時に計測可能なシ

ステムの構築を行い、これらの脳活動・行動データが問

題なく計測できることを確認した。また、将来的に脳波

から得られる定量的脳活動指標をオンラインで両被験者

にフィードバックすることを可能にするため、脳波計測

と同時にデータをリアルタイムで別のコンピュータに取

り出す機能を追加し、取り出した脳波データを別コンピ

ュータでリアルタイムで周波数解析・表示する簡単な確

認システムを作成して期待通りに動作することを検証し

た。また、ハイパースキャン脳波データから、両被験者

間の神経活動連関を定量的に評価する技術の開発を行っ

た。具体的には、両者から同時に計測される脳波時系列

にウェーブレット変換を適用して、両被験者間での強度

コヒーレンスを計算し、実験条件間でその差の統計解析

を行うアルゴリズムを作成し、予備実験で得られたデー

タに適用した。この結果、対面した両被験者で同時に計

測した脳波信号のコヒーレンスの時間的変化が解析でき

ることを示した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］被験者間脳活動連関、脳波コヒーレンス、

非言語的コミュニケーション 

 

［研 究 題 目］環境モデル獲得に基づくヒューマノイド

ロボットの未知環境適応全身移動計画法

の実現 

［研究代表者］熊谷 伊織（知能システム研究部門） 

［研究担当者］熊谷 伊織（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、ヒューマノイドロボットが狭隘環境を自在

に移動するための全身移動計画法および移動時に能動的

に環境を利用するための周囲環境モデル獲得法を明らか

にし、事前知識のない狭隘環境においてヒューマノイド

ロボットの移動可能範囲を大きく拡張する未知環境適応

全身移動計画システムの構成法を明らかにすることを目
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的としている。 

 目的とするシステムを実現するために、初年度は障害

物を含む狭隘環境内における干渉回避移動計画技術を開

発し、次年度に開発する環境計測情報から簡易な形状モ

デルを獲得可能な環境モデル獲得技術と統合することで

環境内の物体を姿勢保持や移動補助に利用可能な全身移

動行動計画システムに拡張する予定である。 

 本年度は障害物を含む狭隘環境内における移動行動の

実現のため、障害物回避のための環境計測技術を開発し、

移動精度向上を目的とした足配置補正・再計画手法を実

現した。障害物回避のための環境点群積算と、足配置計

画及び補正のための高精度かつ密な地面点群生成を併せ

て行う環境計測手法を足配置計画と統合することで、ロ

ボットが移動中に足配置補正に十分な精度の環境点群を

積算し、視界が遮蔽された条件下でも過去の環境情報を

用いて移動計画を行うことが可能になった。また、実際

にロボットが移動する際には移動誤差の問題が大きく影

響することから、記憶した障害物点群との干渉を移動中

にオンラインで考慮し、歩行計画を補正する移動補正法

の開発を行った。本システムによって、視界が制限され

歩行誤差が大きい障害物回避・重量物搬送タスクを事前

情報のない未知環境で行う場合においても適応的な環境

計測と移動補正を行うことが可能となった。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］ヒューマノイドロボット、環境計測、動

作計画 

 

［研 究 題 目］中脳ドーパミン細胞は見込み的に循環系

を制御するか？ 

［研究代表者］石井 圭（自動車ヒューマンファクター

研究センター） 

［研究担当者］石井 圭（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 運動を行うとき、脳は運動指令と共に見込み的に循環

指令（セントラルコマンド）を発することで運動実行と

同時に心拍数や骨格筋血流量を制御する。セントラルコ

マンドの詳細な神経回路は不明であるが、これまでに得

られた研究成果に基づき「循環調節と関係ないとこれま

で考えられてきた中脳腹側被蓋野（VTA）ドーパミン

細胞の活性化によりセントラルコマンドが生じる」とい

う仮説をたてた。本仮説を検証するために今年度は、麻

酔下ラットを用いて、ラット VTA 各領域に微量薬物投

与により誘発される運動神経・交感神経活動および循環

応答を計測することで VTA の機能マッピングを試みた。

GABA 受容体拮抗薬である bicuculline を VTA 吻側部

に微量投与（2 mM, 60 nL）することで活性化させる

と、心拍数と動脈血圧が増加し脛骨神経の放電が生じた。

一方、VTA 尾側に投与した場合はそれらの応答は誘発

されないという結果が得られた。この結果は、セントラ

ルコマンドには VTA 吻側部が関与している可能性を示

唆する。例数はまだ足りていないが、半年間で実験に必

要な物品・機材を購入し上述したおおよその結果は得ら

れたため、研究はおおむね順調に進展していると考えら

れる。今後は脳内投与部位を組織化学的に確認すると同

時に、症例数を増やす予定である。また、次の実験計画

に必要な物品の準備を進めている。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］中脳腹側被蓋野、ドーパミン細胞、セン

トラルコマンド、循環調節 

 

［研 究 題 目］炭質物を利用した新しい地質温度圧力速

度計の開発と地球科学への応用 

［研究代表者］中村 佳博（地質情報研究部門） 

［研究担当者］中村 佳博（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、付加体や弱変成岩に含まれる「炭質物」

を利用した新しいタイプの温度圧力速度計の開発とこの

指標を利用した広域的な地質構造解析を目指し研究を行

った。この目的達成のために1）野外地質調査と2）サ

ファイアアンビルセルとマルチアンビルプレスを用いた

高温高圧実験から炭質物の結晶構造進化の素過程の解明

を目的に研究を継続している。 

 1）野外地質調査では、長野県大鹿村地域に分布する

付加体から弱変成岩の変成作用と変形作用の詳細な議論

をおこなっている。これまでに65日以上の調査を実施

しており、300試料以上の変成岩と断層岩を採取し研究

中である。現在は変成鉱物の基礎的な記載と分析から温

度圧力条件を推定し、同時に産する炭質物の結晶構造の

指標と比較を行っている。この調査の中で新たに中央構

造線の新露頭を発見し、それぞれの露頭で詳細な構造デ

ータの取得と断層岩のサンプリングを行うことができた。

また採取した変成岩や断層岩に関しても分析も順調に行

っており、今後岩石中から炭質物を抽出し高温高圧実験

の出発物質に利用する。また同時に天然炭質物を利用し

た2）その場反応速度実験と従来の高温高圧実験を実施

した。従来のマルチアンビルを用いた高温高圧実験に関

しては三朝の惑星物質研究所にて実験を行い活性化体積

を求めるために必要な実験数を達成することができた。

今後微細構造の観察と XRD/顕微ラマン分光分析結果も

含めた論文を今年度中に提出する予定である。サファイ

アアンビルセルに関しては、今年度の2月末に納入され

たため本格的な実験に至っていない。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］炭質物、顕微ラマン分光、高温高圧実験、

反応速度論 

 

［研 究 題 目］表面化学現象の第一原理計算におけるス

ピン混入誤差の補正技術確立とその影響

の解明 

［研究代表者］多田 幸平（電池技術研究部門） 
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［研究担当者］多田 幸平（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究は、今まで算出スキームの無かった表面の第一

原理計算法におけるスピン混入誤差の算出スキーム確立

と、そのスキームを用いて不均一系触媒に関する表面化

学現象を中心にその影響を解明していくものである。 

平成29年度では、スピン混入誤差の補正法の一つで

あるスピン近似射影法が一般的な表面の第一原理計算法

である DFT/plane-wave 法（density functional theory 

with plane wave basis）に適用可能であることを、気

相における二量体開裂の計算から担保した。そしてその

スキームを用いて、不均一系触媒の一つである

Au/MgO ならびに Au/TiO2系における金クラスター吸

着の第一原理計算に生じている誤差を算出することに成

功した。また、不均一系触媒反応にも本スキームを適用

し、スピン混入誤差が活性化障壁に与える影響も検討し

た。これらの検討の結果、表面化学現象におけるスピン

混入誤差に関して次のことが分かった。（1）その誤差

の値は比較的小さく、吸着エネルギーの検討において問

題になることはまずない。しかし、（2）金属－金属間

相互作用や活性化障壁などの検討においては誤差の割合

が50 %前後になることもあり補正を加えた方が望まし

いといえる。とくに、（3）活性化障壁においては誤差

の補正の有無で律速段階が変わるときもあった。（4）

共有結合の開裂や生成で生じるスピン混入誤差は表面と

の相互作用で小さくなる傾向がある。だが、（5）共有

結合性が表面との相互作用で弱まるため、気相では誤差

が生じない（結合が生成している）原子間距離であって

も表面系では誤差が生じることがある。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］スピン混入誤差、第一原理計算、表面・

界面、不均一系触媒、分子／表面相互作

用 

 

［研 究 題 目］表面弾性波を用いた単一飛行電子の量子

制御の実現 

［研究代表者］高田 真太郎（物理計測標準研究部門） 

［研究担当者］高田 真太郎（常勤職員1名） 
［研 究 内 容］ 

 本研究では、固体中の単一電子を用いて量子光学的な

実験を行う、量子電子光学の実現を目指し、単一飛行電

子に対して量子制御を行う素子を開発するための研究を

行った。これまでの研究で、単一電子を閉じ込めて制御

することができる量子ドットと表面弾性波による動的な

ポテンシャルを組み合わせることで、量子電子光学にお

ける基本素子である単一電子源、及び単一電子検出器を

実現してきた。本研究では、まず単一飛行電子の量子状

態の安定化を図るため、表面弾性波による動的な閉じ込

めポテンシャルの強化に取り組んだ。表面弾性波は、

IDT と呼ばれる櫛形電極に櫛の周期と音速から決まる

共鳴周波数の交流電圧を印加することで発生する。ここ

では、（1）より強度の大きな表面弾性波の発生による、

深い閉じ込めポテンシャルの実現、及び、（2）より短

い波長の表面弾性波の冷気による狭い閉じ込めポテンシ

ャルの実現の2つの方向からポテンシャルの強化を図っ

た。具体的には、IDT の特性インピーダンスを高周波

回路の特性インピーダンスと整合させる回路を組み込む

ことにより、10 dB 程度の強度の増幅が得られることが

わかった。また、GaAs より圧電特性の大きな ZnO 上

に IDT を作ることで、1桁程度の強度の工場が見込まれ

るため、ZnO を用いた試料作製プロセスの開発に取り

組んだ。さらに、波長の短い高次の表面弾性波を効率良

く励起できる構造を持つ IDT を作製した。上述のポテ

ンシャル強化と並行し、単一電子を用いた量子電子光学

において核となる技術である、異なる単一電子源の同期

技術の向上を図り、98 %程度の高確率で制御すること

に成功した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］量子電子光学、表面弾性波、単一電子デ

バイス 
 

［研 究 題 目］交流ハーマン法の高精度化と単結晶の熱

電物性精密評価への応用 

［研究代表者］大川 顕次郎（物理計測標準研究部門） 

［研究担当者］大川 顕次郎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、単一試料の交直流電気測定から、熱電材

料の発電性能を示す無次元性能指数 zT を一括評価可能

な交流ハーマン法の高精度化を目指している。交流ハー

マン法における zT の評価式は、電流印加により試料端

に生じたペルティエ熱がすべて試料に流れ込む理想的な

断熱環境を仮定しているが、実際の測定環境では様々な

熱損失が生じるため、正確な zT 評価のためには熱解析

による補正項の導入が必要となる。我々は、正確な試料

内の温度分布に加え、これまで考慮されてこなかったイ

ントリンシックなトムソン効果を取り入れた熱伝導解析

を行い新たな熱補正項を導いた。さらに交流ハーマン法

による評価装置を開発して補正項の実験実証を行うこと

を目標とした。 

 本年度は、まず熱伝導解析によりトムソン熱、ジュー

ル熱、リード線の熱伝導、熱伝達等の熱損失による新た

な補正項を導出した。さらに各補正項の実証のため、冷

凍機システム内に、精密温度制御可能な評価システムを

構築した。試料端への十分な電極接触、試料径を抑えた

リード線による空中配線、試料空間を覆う輻射シールド

を実装する等、試料の断熱環境を考慮した。予備実験と

して、(Bi, Sb)2Te3バルク試料を用いた評価実験を行い、

熱伝達の影響を検証した。分子流領域に達する10-2 Pa

以下の圧力領域においては、熱伝達を担う分子が減少す

ることで熱損失が軽減されるため、交直流電圧差は大気
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圧下に比べ室温で50 %以上増加した。導かれた補正項

からも示唆される熱伝達の顕著な影響を確認した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］熱電変換、物性評価法、交直差計測技術、

熱電材料、交流ハーマン法 

 

［研 究 題 目］センサー細胞を用いた単一細胞の分泌評

価システムの開発 

［研究代表者］重藤 元（健康工学研究部門） 

［研究担当者］重藤 元（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題は、膵島細胞の分泌するホルモンなどの血

糖値制御因子を、細胞が単一細胞レベルで、かつリアル

タイムモニタリングを実現する単一細胞分泌評価システ

ムを開発することを目的としている。これを実現するた

めにインスリン、グルカゴン等を標的モデルとしたタン

パク質プローブを作製し、それらを発現する各種センサ

ー細胞を開発する。 

 平成29年度はグルカゴンを標的とし、グルカゴン受

容体の標的認識メカニズムからタンパク質プローブに使

用する部位を選定した。その後グルカゴン認識部位のク

ローニング並びに遺伝子合成を行った。次に取得したグ

ルカゴン認識部位とシグナル産生部位である発光タンパ

ク質、蛍光タンパク質を遺伝子工学的に融合し、タンパ

ク質プローブとなる新規の融合タンパク質を作製した。

作製した複数の融合タンパク質のグルカゴンに対する結

合能を解析したところ、受容体の特定の配列を用いるこ

とで BRET シグナルがわずかに上昇することが明らか

となった。しかしその BRET 効率はわずかであったこ

とから、今後 BRET 効率の上昇、検出感度の向上を目

指してさらなる改良を行っていく計画である。さらに開

発したタンパク質プローブを発現するセンサー細胞の開

発と細胞チップを用いた単一細胞分泌評価システムの開

発を行い単一細胞分泌評価システムの開発を進める。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］BRET、ホモジニアスアッセイ、プロー

ブ、グルカゴン、糖尿病 

 

［研 究 題 目］東南アジア地域における環境低負荷型の

地域発展を目指した資源開発由来の水

質汚染対策 

［研究代表者］松本 親樹（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］松本 親樹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

インドネシアをはじめとする東南アジア諸国は著しい

経済発展を遂げているが、その一方で、有機材料 

(Empty Fruit Bunches: EFB 等）や石炭燃焼灰（Fly 

Ash: FA）等の産業廃棄物の増加が問題となっている。

さらに、主要なエネルギー資源の一つである石炭の開発

は拡大し、鉱山開発に起因する酸性鉱山廃水（Acid 

Mine Drainage: AMD）の環境問題が深刻化している。

そこで本研究では、インドネシアにおいて地域の発展に

伴い発生する有機材料および FA を有効利用することに

より、資源開発に起因して発生する AMD 問題を抑制す

る新たな対策を考案するために、鉱山現場における調査

と室内試験を実施してきた。 

これまでの研究結果より、有機材料と FA を「覆土層」

と呼ばれる遮蔽壁に併用することで効果的に AMD を抑

制することが可能であると示された。しかし、過去の研

究の文献調査と試験結果を併せて考えると、石炭の品質

により FA の特性が多岐にわたるため、それらの影響に

関しても併せて検討すべきであると示唆された。また、

それらが AMD の抑制に与える影響よりも、適用土壌

（覆土層）の性状に与える影響に注目すべきことや

AMD 以外の問題（植物生育への影響や土壌侵食）を引

き起こす可能性があることが示された。そこで、FA や

有機材料を鉱山における覆土層に適用したときに生ずる

AMD 以外の問題に関して、室内試験および試料分析に

より検討を行った。その結果、FA の粒子形状や FA か

らのアルミニウム（Al）の溶出が土壌侵食や植物生育

に大きく影響することが明らかとなった。これまでの研

究とカラム通水試験の結果より、有機材料と FA を「覆

土層」と呼ばれる遮蔽壁に併用することで効果的に

AMD を抑制することが可能であると示され、FA が適

用土壌（覆土層）の性状に与える影響に注目すべきこと

や AMD 以外の問題（植物生育への影響や土壌侵食）を

引き起こす可能性があることが明らかとなったことは、

FA と EFB を併用するために重要な知見である。 

以上の結果を踏まえ、当該年度中に国際誌に2件、国

際学会に2件の発表を行った。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］東南アジア、石炭燃焼灰、有機材料、 

酸性鉱山廃水、覆土工法 

 

［研 究 題 目］切り紙構造を利用したフレキシブルディ

スプレイ 

［研究代表者］武居 淳（フレキシブルエレクトロニク

ス研究センター） 

［研究担当者］武居 淳（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 Internet of Things:IoT の構想が現実味を帯び、モノ

の位置状態から温度や湿度といった環境情報がデータ取

得対象になってきている。その構想を支えているのがセ

ンサー、情報送信デバイス、バッテリーなどの小型化で

ある。その一方で得られた情報をヒトに伝える手段はネ

ットを介したタブレットなどを想定しているものが主流

である。本テーマではシート状の材料に切り込みを入れ

ることで伸縮性を持たせ（切り紙構造）、切り込みに機

能性流体を配置しストレッチャブルなディスプレイを実

現する。当該年度はシート材料にミリメートルスケール



研 究 

(848) 

の切り込みを入れることにより得られる切り紙構造を用

いた研究を行った。機能性流体の切り紙構造への配置の

前段階として、mm サイズのシリコーンオイルの液滴

の5×5のアレイを切り紙構造上に配置し封止すること

を目標とした。レーザーカッターを使い、マイクロメー

トル厚の PET フィルムに mm サイズの切り込みを入れ

引伸ばすことで mm サイズの隙間のアレイを持つ切り

紙構造を実現した。また得られた隙間のアレイに mm

サイズのシリコーンオイルの液滴を配置したところ、切

り紙構造が変形することなく液滴を保持できることを確

認した。当該年度は研究代表者が大学研究機関から産業

技術総合研究所に異動となったため、産業技術総合研究

所内における研究環境の整備も行った。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造   

［キーワード］ストレッチャブル、フレキシブル、切り

紙 

 

［研 究 題 目］堆積環境－生物撹拌－生痕相の関係性の

解明：北西太平洋全域調査からのアプロ

ーチ 

［研究代表者］清家 弘治（地質情報研究部門） 

［研究担当者］清家 弘治（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

生物撹拌とは、底生生物によって海底堆積物が混合さ

れる現象である。これまで地質学の分野では、生物撹拌

は地質記録を乱す悪者として嫌われてきた。その一方で、

生物撹拌を受け初生の堆積構造が失われている地層にお

いても、生痕相（生痕化石の種組成）を解析することで

古環境復元が可能であることが知られている。本研究で

は、生物撹拌に関するこうした正と負の側面を統一的に

理解する。すなわち、堆積環境—生物撹拌—生痕相という

3者の関係性を北西太平洋全域の海底堆積物を対象に調

べる。そして、「○○な環境で形成された地層であれば

△△という生痕相が存在し、そこでは生物撹拌により上

下××cm の堆積物が混合される」という知見を、あら

ゆる堆積環境に対して徹底的に調べる。そして、地層か

ら生痕相さえ認識できれば、堆積環境および生物撹拌の

強度（混合層の厚さ）を復元できる基準を創成すること

を目指す。あらゆる海成層に適用可能な生痕分布モデル

を構築するためには、浅海から深海まで、熱帯から寒帯

までのすべての海底環境をカバーする現世コア試料が必

要不可欠である。今年度は、以下の手順により研究に必

要な海洋堆積物コア試料を確保することを目指した。①

研究代表者がこれまでに収集したコア試料（三陸の内湾

～海溝、南海トラフの沿岸～海溝、東シナ海・南海トラ

フ沿いの沿岸域～陸棚～海溝、日本海）。②研究協力者

からコア試料の提供（東北沿岸、東北沖深海平原、ニュ

ーギニア沖の深海平原）。③学術研究船白鳳丸の研究航

海に参加し新たな表層コアの採取（アラスカ湾）。今後

はこれらのコアの X 線 CT 画像などを調べ、各海域の

堆積環境における生痕相の把握を目指す。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］生痕化石、海底、古環境 

 

［研 究 題 目］バイオフィルムでの遺伝子水平伝播と生

物進化 

［研究代表者］中島 信孝（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］中島 信孝（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 バイオフィルムは、微生物が細胞外多糖や細胞外

DNA などと共に、界面や固体物表面に高密度に存在し

ている構造体である。バイオフィルムは、食品の腐敗、

医療器具（カテーテルなど）の汚染、人体組織表面（歯

など）における疾病などを引き起こす。従って、バイオ

フィルム形成を調節する方法や、完全に除去する方法を

開発する必要があるが、バイオフィルムが形成される分

子メカニズムに不明な点が多く、未だに実現困難である。

近年、バイオフィルムの構造体内部に、多量の細胞外

DNA が存在していることが明らかにされ、それが遺伝

子水平伝播の原材料になっている可能性が指摘されてい

る。バイオフィルム内部は浮遊状態と比較して、高密度

に微生物細胞が密集した状態であるので、遺伝子の水平

伝播を起こすために大変有利な場所であると考えられる。

本研究では、バイオフィルムに存在するとされる細胞外

DNA、細胞内 DNA を大規模配列解読し、これまで不

明とされてきた細胞外 DNA の由来生物と遺伝子構成に

ついて解析する。これによって、バイオフィルムと進化、

バイオフィルムと微生物の病原性の関係の2点について

明らかにする。これまでに、実際の野外実験により、

様々な場所でのバイオフィルムサンプルの取得可能性を

検討し、その結果、様々な環境からバイオフィルム試料

を取得することに成功した。しかし、予定よりも得られ

るバイオフィルムの体積が少ない場合も多く、実験の詳

細に再検討が必要なことも判明した。さらに、採取した

サンプルにおいて、細胞外 DNA と細胞内 DNA を分離

する方法と細胞外 DNA 精製を効率よく生成する方法の

確立を目指した。 

［領 域 名］生命工学   

［キーワード］遺伝子、バイオフィルム、適応進化、微

生物ゲノム、遺伝子水平伝播 

 

［研 究 題 目］止血・骨再建を一挙に可能にする炭酸ア

パタイト系骨セメントの創生  

［研究代表者］杉浦 悠紀（健康工学研究部門） 

［研究担当者］杉浦 悠紀（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、炭酸アパタイトセメントの骨材となる、

炭酸アパタイト顆粒の作製及び、その最適化を行った。

炭酸アパタイト顆粒は、ある程度のサイズを持った前駆

体である易溶性のカルシウムを含むセラミックスを、リ
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ン酸及び、炭酸溶液に浸漬して作製する。前駆体として、

酸性リン酸カルシウムである DCPD 及び、MCPM を使

用した。これらを、炭酸溶液下で水熱処理することによ

り、炭酸アパタイトを作製することを試みた。高濃度の

炭酸溶液下にて、DCPD 及び、MCPM を処理すると、

炭酸アパタイトが形成することを確認した。さらに、形

成した炭酸アパタイトは、前駆体である DCPD 及び、

MCPM の結晶形態を維持したままであることが分かっ

た。形成した炭酸アパタイトは、数十ナノメートルサイ

ズの炭酸アパタイト結晶が、緻密に集積した構造をして

いることも分かった。この内容については、1報の原著

論文として、すでに掲載済みである。 

 今後は、DCPD 及び、MCPM を顆粒化し、炭酸アパ

タイトに組成変換させ、その有用性を動物に埋入するこ

とで、評価を行っていく。 

 これと並行して、生体に埋入時に粘着性を示し、止血

性が期待できるゲルについて、検討を行った。ゲルには、

予め炭酸アパタイトを練和し、生体親和性、剛性を高め

ることを試みた。PLLA など、すでに細胞遮断膜として

実用化されているポリマーは、生体親和性があり、さら

に生体吸収性であるが、一方で、剛性を示し、また、水

に溶けにくいため、使用が困難である。そこで、アルギ

ン酸ナトリウム、PEG などのより柔軟性に富むポリマ

ーを利用することを検討した。混錬機で、混錬すること

で、ポリマーと炭酸アパタイトを均一に混錬することが

出来た。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］骨補填材、人工骨、炭酸アパタイト、骨

セメント、硬化反応、組成変換 

 

［研 究 題 目］地殻エネルギー・フロンティアの科学と

技術 

［研究代表者］浅沼 宏（再生可能エネルギー研究セン

ター） 

［研究担当者］浅沼 宏、最首 花恵、石橋 琢也、 

高橋 美紀（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は超臨界地熱開発のターゲット、すなわち、脆

性－延性境界以深、弾性－塑性変形遷移域、亜臨界－超

臨界遷移域の岩体内で人工的に高透水ゾーンを形成する

際に生じる様々な現象を室内実験を通じて明らかにし、

超臨界地熱開発を支える科学的基礎を築くことを目的と

して、東北大の研究者が中心となり、平成26年より実

施している。最終年度の本年度は、減圧破砕、水圧破砕

の2種類の破砕に注目し、本研究を通じて開発した「フ

ラクチャクラウド創成装置」を使用して、初期温度、初

期圧力、応力、減圧・加圧条件等の実験条件を変えて実

験を行い、現象理解の深化を図った。産総研研究者は、

実験装置のシール機構や透水性評価方法、弾性波速度測

定方法等、実験システム・実験方法に関する助言を行う

とともに、実験を通じて透水性を変化させた岩石試験片

の物性値測定、実験結果の共同解釈を行う等の点で寄与

した。また、これらの実験を通じて得られた知見を掘削、

貯留層造成、抽熱等の実際の開発工程へ適用するための

方法について検討した。本研究を通じて得られた科学的

知見の多くは、平成29年度以降実施予定の超臨界地熱

開発詳細事前検討、試掘予備調査等で使用する予定であ

る。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］超臨界地熱、減圧破砕、水圧破砕 

 

［研 究 題 目］核磁気共鳴法による膜タンパク質の in 
situ 機能解明  

［研究代表者］嶋田 一夫（東京大学）  

［研究担当者］竹内 恒（創薬分子プロファイリング研

究センター）（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 膜タンパク質は生体内において重要な役割を果たすと

ともに最大の創薬標的タンパク質である。X 線結晶構造

解析および電子顕微鏡法は、膜タンパク質の機能メカニ

ズムの解明に大きく貢献してきたが、これらの手法で得

られる立体構造は静的なスナップショットであり、膜タ

ンパク質が機能している in situ 状態の動的な構造や分

子間相互作用を必ずしも反映しない。本研究課題では、

生物学的に重要であり、かつ動的構造が機能発現の本質

であることが想定される膜タンパク質（GPCR、K+チ

ャネル、およびトランスポーター）を対象として、in 

situ における NMR 解析を行い、1．バイアスリガンド

による GPCR のシグナル選択機構の解明、2．イオンチ

ャネルにおける電流制御機構の解明、3．多剤耐性シス

テムの機能メカニズムの解明を研究目的とする。産総研

では特に3. ．多剤耐性システムの機能メカニズムの解

明を目標に研究を進めている。 

多剤耐性転写因子とそれに対応した多剤耐性トランス

ポーターは共通する薬剤を認識することで全体として多

剤耐性システムを構成している。そこで、複数の多剤耐

性転写因子の転写制御機構の解析と多剤耐性トランスポ

ーターの解析を並行して進めている。その結果、多剤耐

性転写因子は、basal なトランスポーターの発現を許し、

薬剤に対する一定の防御を担保しつつ、薬剤がさらに添

加されたときなどは、その発現をさらに増大させ、転写

因子とトランスポーターが協調して機能していることが

明らかとなった。また、多剤耐性トランスポーターにつ

いては、5種について発現、精製、安定同位体標識を行

い、うち2種が良好な NMR シグナルを与えることを見

出した。このことで、多剤耐性トランスポーターの高感

度検出と定量的運動性解析が可能となった。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］膜タンパク質、NMR、動的構造解析 
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［研 究 題 目］原子層の量子物性測定と新規物性探索ー

透過電子顕微鏡による複合原子層の原子

構造・電子構造の解明 

［研究代表者］劉 崢（無機機能材料研究部門） 

［研究担当者］劉 崢、末永 和知（ナノ材料研究部 

門）（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 材料の物理特性を決める最も重要なパラメータは材料

の次元性およびそのトポロジーである。例えば、整数量

子効果や分数量子ホール効果（QHE）は、金属酸化物

半導体電界効果トランジスタ、GaAs/AlGaAs 界面、お

よびグラフェンなどの2次元材料でのみ観測される。さ

らに、QHE の導電率はトポロジー数によって決められ

る。電荷密度波（CDW）現象においても次元性および

トポロジーは重要である。CDW とは、電子－フォノン

の結合によって生じる低次元導体における電荷の変調で

あり、超伝導体、超流動体および量子ホール液体のよう

なマイクロスコピック波動関数を有する。さらに、

CDW の特性はトポロジーに応じて変わる。1T-TaS2は

遷移金属ジカルコゲナイド（TMDC）と呼ばれる層状

化合物の一種であり、温度に依存してバルク1T-TaS2の

CDW 状態が異なる。薄膜試料では、バルク材料とは

CDW 特性が異なる可能性がある。下地のない1T-TaS2

薄膜では、その厚みが数層（超薄膜）にまでに減少する

につれて、異なる CDW 特性が示される可能性がある。

本年度は、3層以上の1T-TaS2試料では室温においても

整合構造の CDW 相に対応する超格子が存在すること、

一方、2層以下では超格子が整合から非整合へと変化す

ることを、走査透過型電子顕微鏡観察で明らかにした。

また、数種類の TMDC 単層試料中に存在する粒界構造

を観察した。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］電子顕微鏡、原子層物質、グラフェン、

構造解析、CDW、1T-TaS2 

 

［研 究 題 目］複合原子層の界面特性理解と原子層デバ

イスへの応用 

［研究代表者］長谷川 雅考（ナノ材料研究部門） 

［研究担当者］長谷川 雅考、水谷 亘、山田 貴壽、

沖川 侑揮（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 物性と応用をつなぐ“応用物性”として原子層を複合化

した場合の界面特性の理解と制御が最重要課題という認

識の下、グラフェン／金属電極のコンタクト抵抗の低減、

さらにグラフェン透明電極の特性改善の研究を進めてい

る。 

 グラフェン透明電極の導電性を改善するため、化学ド

ーピングが広く行われている。例えば、HNO3や

AuCl3が使われているが、欠点もある。薬品が高価で取

り扱いに安全対策が必要、表面粗さの増大、安定性がな

いことなどが挙げられている。そこで化学薬品を使わな

い光ドーピングを用いて導電性の改善を行った。本研究

では特別な装置ではなく、市販されている UV オゾン

クリーナを用いて酸素雰囲気中でグラフェンに紫外光

（UV 光）を照射した。従来の高分子有機 EL 素子の作

製 に お い て も 、 ホ ー ル 注 入 層 と し て 成 膜 す る

PEDOT:PSS の濡れ性を向上させるため UV オゾン処

理を行ってきたが、その後の研究において UV オゾン

処理が条件によってグラフェンの導電性に大きな影響を

与えることに気がついた。例えば、10-20 分間の処理

でグラフェンの導電性を向上させることが可能である。

しかし、大気中では徐々にその効果が失われてしまう。

ドーピング効果が失われる現象は de-doping と呼ばれ

ている。これまで光ドーピングされたグラフェンを透明

電極とした素子の報告は見当たらないが、de-doping 

を克服することができなかったためと思われる。本研究

では UV オゾン処理をしたグラフェンを有機薄膜でコ

ーティングすることにより、大気中で低抵抗状態を長期

間維持できることを発見し、有機 EL の透明電極とし

て応用できることを初めて示した。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］グラフェン、有機 EL、界面制御、ドー

ピング、長期安定性 

 

［研 究 題 目］原子層の電子物性、量子輸送および光物

性の理論 

［研究代表者］青木 秀夫（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］青木 秀夫（他1名） 

［研 究 内 容］ 

目標、研究計画： 

 原子一層からなる物質をテーマに、電子物性を記述す

る理論体系の構築と新奇物性の理論的提案を行い、新し

い固体物理分野としての確立を目指す。具体的には、電

子状態の基礎有効理論を作るとともに、ナノスケールの

構造体をグラフェンにおいて考えるなどの新構造や物性

の可能性を探究する。 

本年度進捗状況： 

 炭素が蜂の巣格子をなすグラフェンは massless 

Dirac 粒子のバンド分散（Dirac cone）をもち、カイラ

ル対称性のために電子状態は特徴的になる。青木は、河

原林（東邦大）、初貝（筑波大）と共同で、有機導体に

現れるような傾いた Dirac cone に対しても一般化でき、

これを用いてハミルトニアンの代数的連続変形を「一般

化されたカイラル対称性」を保持しながら行うことによ

り、垂直なディラック電子系から傾いたディラック電子

系が生成できることを示してきた。その際、従前の解析

では、蜂の巣格子（グラフェン）のように単位胞に2つ

の格子点を含む格子模型に限られていた。Lieb 格子や

カゴメ格子など平坦バンドが Dirac cone と共存する模

型ではこれがどうなるかに興味がもたれ、これを、単位
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胞に3格子点を含む格子模型に代数的変形を拡張するこ

とにより調べた。その結果、これらの模型において、平

坦バンドを保持したまま、代数的変形によって、ディラ

ック・コーンを傾けられることがわかった。また、その

際、平坦バンド系において議論されていた SU(2)のスピ

ン1表現が有用であることもわかった。また、グラフェ

ン中の電子の伝播は、光学における負の屈折にアナロガ

スな現象を示すことが示唆されている。青木は、

Maksym（Leicester 大、東大）と、2層グラフェンに

おける電子伝播においては、正の屈折と負の屈折を併せ

もつ複屈折が起き得ることを4成分 Dirac 方程式から指

摘し、現実的なパラメータ領域で興味深い現象がおきる

ことをシミュレーションで示したグラフェンを3次元周

期的曲面（“graphitic zeolites”）としたときに電子構造

はどうなるかというのは興味深い問題である。実験的に、

東北大の田邊等は超臨界乾燥法を用いてナノ多孔質グラ

フェンを合成した。この結果、従来より高い電気伝導度

をもちながら、電子注入および正孔注入が容易であるこ

と、この3次元構造においてもグラフェンのディラック

電子的な性質が保持されていることが実証された。この

実験との共同研究として、越野と青木はこの系のホール

抵抗の振舞いなどの理論解析をおこなったが、本年度は

伊藤（筑波大）等と総説を執筆した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造   

［キーワード］グラフェン、ナノ材料 

 

［研 究 題 目］植物発生ロジックの多元的開拓 

［研究代表者］塚谷 裕一 

（東京大学大学院理学系研究科） 

［研究担当者］光田 展隆、大島 良美（生物プロセス

研究部門）（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 植物の幹細胞や分化細胞のアイデンティティーを決定

し、発生・成長プログラムを動かすためには転写制御ネ

ットワークや、調節因子、低分子 RNA などの細胞・器

官間を移動するシグナル、代謝物による制御が重要であ

ることがわかってきた。しかし、植物の発生・成長の本

質的な発生ロジックは未だに明らかになっていない。本

研究では、複数のモデル植物を扱い多元的な解析研究を

行うことにより「植物の発生ロジック」を理解すること

を目的とする。植物の発生・分化の過程では多くの転写

因子が重要な鍵をにぎっている。発生ロジックを理解す

る上で重要な転写因子の発見とその制御メカニズム解明

の為、転写ネットワークや転写因子の相互作用の研究を

加速させることは重要である。われわれはシロイヌナズ

ナ全転写因子を対象とした転写因子ライブラリーを整備

することにより、各転写因子の機能欠損表現型を示す

CRES-T ラインの提供や、転写因子と DNA（酵母ワン

ハイブリッド）またはタンパク質（酵母ツーハイブリッ

ド）の相互作用解析用ライブラリーの提供を行っている。

本年度は、酵母ワン・ツーハイブリッドシステムにおい

て感度の高い新しいプレイベクターを用いてライブラリ

ーを再構築し、実際に感度が大幅に高まることを実証し

た。 

［領 域 名］生命工学   

［キーワード］植物、遺伝子、発現制御、発生、タンパ

ク質間相互作用 

 

［研 究 題 目］細胞外シグナルと細胞内調節の相互作用

による器官形成ロジックの多元的理解 

［研究代表者］柿本 辰男（大阪大学理学部） 

［研究担当者］光田 展隆、大島 良美（生物プロセス

研究部門）（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 細胞のアイデンティティー決定の仕組みは発生生物学

の重要課題の一つである。細胞アイデンティティーは、

周辺細胞からの情報に応じて特定の転写ネットワークが

形成されることにより完成する。そこで細胞系譜の前駆

細胞や、分化細胞のアイデンティティーを決定する鍵転

写因子を同定する。また、多細胞生物の形態形成には細

胞間協調作用が必須である。自己組織化の原動力として

の細胞間シグナル分子候補として、オーキシンやペプチ

ド性シグナル分子が考えられる。そこでこれら因子の同

定、受容、シグナル伝達の仕組みを解明する。これまで

に、ある発生分化現象に関与するシロイヌナズナの複数

転写制御因子について、転写因子だけからなる酵母ツー

ハイブリッドライブラリーを用いて相互作用する転写因

子を探索してきた（LexA 系による改良酵母ツーハイブ

リッドスクリーニング）。また、拡張したライブラリー

でもスクリーニングをやり直し、候補因子を多数同定す

ることができた。現在この生物学的意義を明らかにすべ

くキメラリプレッサー発現植物などを用いて解析を進め

ている。 

［領 域 名］生命工学   

［キーワード］植物、発生、遺伝子、発現制御、タンパ

ク質間相互作用 

 

［研 究 題 目］スパースモデリングと高次元データ駆動

科学創成への支援と広報 

［研究代表者］岡田 真人（東京大学） 

［研究担当者］赤穗 昭太郎（人間情報研究部門）、 

岡田 真人、宮本 英昭、福島 孝治 

（以上、東京大学）、富樫 かおり、 

田中 利幸（以上、京都大学）、 

木川 隆則、谷藤 学（以上、理化学研

究所）、駒井 武（東北大学）、 

本間 希樹（国立天文台）、 

福水 健次（統計数理研究所）、 

樺島 祥介（東京工業大学）、 

藤代 一成（慶應義塾大学） 
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（常勤職員1名、他12名） 

［研 究 内 容］ 

計測技術の向上が大量の高次元観測データを日々生み

続けている。また、生命情報科学のように、各論的なデ

ータ科学が推進される中、天文学における高次元データ

解析手法が、全く対象とスケールの異なる生命科学でも

有効に働くような状況に遭遇する。本計画研究では、こ

うした多様な視点の導入による革新的展開を引き起こす

方法論として、スパースモデリング（SM）に着目する。

理科第2分野に属する生物学・地学の幅広い分野の実験

・計測研究者と情報科学研究者の有機的連携により、高

次元データから隠れた規則性を発見する高次元データ駆

動科学ともいうべき新学術領域を創成することを目的と

する。 

平成29年度は、このような支援活動および広報活動に

関連し、まず領域会議など複数の会合を開催し、研究計

画の実験グループとモデルグループの間でいくつかの共

同研究テーマの立ち上げを行った。また、非線形性や階

層性、セミパラメトリックな状況の取り扱い、高次元化

による計算困難の打破、及び、実験者にフィードバック

を促す可視化に関する情報数理基盤の形成のためのモデ

ルグループと情報グループの間の連携をスタートさせた。

さらに、公開シンポジウムやチュートリアルの企画・運

営も行い、本新学術研究領域の普及や広報活動を行った。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］スパースモデリング、データ駆動科学の

実践、情報数理の基盤形成、若手人材育

成 

 

［研 究 題 目］スパースモデリングによる潜在構造の抽

出 

［研究代表者］永田 賢二（人工知能研究センター） 

［研究担当者］永田 賢二（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 高次元観測データにより、科学の実践に必須の仮設／

検証ループに基づくモデル化が著しく困難になっている。

本計画研究では、この困難をスパースモデリングにより

解決し、生物学・地学における実験・計測データから、

系の潜在構造として物理特性を抽出する普遍的手法を開

発する。下記で説明するように、【課題1】ベイズ的ス

ペクトル分解による情報抽出の限界評価、【課題2】

SpDMD によるコヒーレントフォノン信号のモード分解

解析、及び、【課題3】全状態探索による線形回帰のス

パース変数選択について研究遂行した。 

【課題1】ベイズ比熱という新たな統計量を導入し、ス

ペクトル分解における数値実験において、統計的推測に

おいて必要なデータの量あるいはノイズの大きさについ

て明らかにした。 

【課題2】時空間データを少数のモードへ分解する

sparse Dynamic Mode Decomposition（SpDMD）に着

目し、物性科学のコヒーレントフォノンのデータへの適

用した。その結果、既存解析で用いられるフーリエ変換

を凌駕する結果を得た。 

【課題3】平成28年度では、スパースモデリングを深化

させるため、少数の説明変数の組み合わせを網羅的に探

索し、線形回帰の変数選択を行う手法の提案した。また、

説明変数の組合せ爆発に対して、交換モンテカルロ法を

用いて効率的に探索し、本手法を大規模な実データへの

適用を想定したシミュレーションデータへの適用を行っ

た。その結果、最後に天文データに適用した結果、近似

的スパースモデリングでは分からなかった、データ不足

の可能性について示唆した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］スパースモデリング、潜在構造抽出、 

SpDMD、ベイズ比熱 

 

［研 究 題 目］電気的スピン変換 

［研究代表者］齋藤 秀和（スピントロニクス研究セン

ター） 

［研究担当者］齋藤 秀和、揖場 聡（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 半導体中の電子スピンを使用した新規スピンデバイス

として、スピンと光の相互作用を活用する新たな半導体

レーザ“スピンレーザ”の開発を行っている。 

 通常の半導体レーザは直線偏光と呼ばれる光でレーザ

発振するが、スピンレーザは強磁性体電極からスピン偏

極した電子を利用することにより円偏光と呼ばれる職種

な光でレーザ発振する。即ち、スピンレーザでは半導体

中のスピン偏極状態を光の偏光としてコヒーレントな光

信号に変換できる。特長としては、片側のスピン状態の

電子のみがレーザ発振に寄与するため、省エネルギー

（発振閾値の低減）が期待できる。また、次世代の偏光

多重通信や量子暗号技術、更には、キラル分子認識技術

やディスプレイなど広範囲に応用できる可能性を秘めて

おり、その技術発展が期待されている。 

 レーザの発光部となる GaAs/AlGaAs 量子井戸は専ら

（100）結晶方位が用いられている。しかしながら、

我々の研究により、同結晶方位はスピンレーザに必要な

スピン物性を得られないことが明らかとなっている。そ

こで、我々はスピン緩和時間が長く高性能スピンレーザ

実現に繋がると期待される GaAs/AlGaAs（110）の結

晶成長に取り組んでいる。平成29年度も引き続き同量

子井戸に関して成長条件の最適化を筑波大学との共同で

実施した。具体的には、結晶成長温度と材料供給量を系

統的に変化させた試料を作製し、表面観察、電子寿命お

よび電子スピン寿命の測定より量子井戸特性を評価した。

その結果、GaAs/AlGaAs（110）量子井戸で報告されて

いる値の約2倍にも達する電子寿命（発光強度）を達成

した。これはスピンレーザに実現に繋がる成果である。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 
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［キーワード］スピンレーザ、スピン注入、スピン・光

相互作用 

 

［研 究 題 目］CTR 散乱による表面・界面3D 原子イメ

ージング 

［研究代表者］若林 裕助（大阪大学） 

［研究担当者］白澤 徹郎（物質計測標準研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 表面は触媒反応や電気化学反応の場であり、界面はト

ランジスタに代表される電子デバイスの機能を生じる場

である。近年の金属酸化物の成膜技術の向上、あるいは

有機半導体を利用した発光デバイスの実用化等に伴い、

様々な物質の表面・界面の物性が応用上も重要になって

いる。多様な応用を持つ表面・界面の性質を微視的に理

解するため、原子分解能、あるいは分極が観測できるピ

コメートル分解能の構造観測の必要性が高まってきた。

また、特に触媒研究などで問題となるのが、非平衡・非

定常な状況の理解である。そのため表面構造を、時間分

解能を持って観測する事が求められているが、その実現

は極めて難しい。本研究ではこれらのニーズに応えるた

めに、X 線 CTR（結晶トランケーションロッド）散乱

法の高速測定法の開発及び、X 線 CTR 散乱法による表

面・界面原子のイメージングに立脚した物性研究を行い、

様々な表面・界面現象の理解を進めることを目的として

いる。本年度は、有機半導体の代表格であるペンタセン

薄膜の構造と電子状態について調べ、Bi（0001）上に

成長したペンタセン薄膜において、従来と異なる新しい

分子配向を見出した。表面 X 線回折法によって精密構

造解析した結果、既知のバルク相と呼ばれる結晶相と同

一格子に異なる分子配向が形成することを明らかにした。

この構造について電子バンド構造を第一原理計算した結

果、既知の分子配向では再現できなかった先行報告の実

験バンド構造を良く再現した。この結果は同一の結晶格

子の中でも、基板との相互作用などの摂動によって、異

なる結晶多形が形成し得ることを示しており、この新た

な知見を誌上発表した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］表面 X 線回折、有機半導体、ペンタセ

ン、結晶多形 

 

［研 究 題 目］冥王代生命学の創成 

［研究代表者］鎌形 洋一（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］鎌形 洋一（新学術領域・冥王代生命学

の創成・総括班分担）（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 新学術領域「冥王代生命学の創成」は、原始的な生命

が誕生したと考えられる地球誕生から約6億年間（46-

40億年前）の「冥王代」に焦点をあて、生命がいつ、

どこで、どのように誕生したかを、最先端の地球惑星科

学、生命科学および有機化学などを結集し明らかにする

新たな学術領域である。冥王代の地球では、大陸、海洋、

大気の三要素が循環的に相互作用し、生命誕生場となる

極めて多様で動的な環境「Habitable Trinity」を提案

した。このアイデアをさらに進化させた Geyser モデル

を打ち立て、生命誕生のシナリオを CG を用いた動画と

して順次公開を開始した。 

［領 域 名］生命工学   

［キーワード］生命の起源、熱水系地下環境、系統進化、

地球惑星学 

 

［研 究 題 目］理論と実験の協奏的アプローチによる複

合スピン励起子変換制御 

［研究代表者］鎌田 賢司（無機機能材料研究部門） 

［研究担当者］鎌田 賢司、溝黒 登志子、 

Aizitiaili Abulikemu 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 励起状態を含む複数の分子が協同的にスピン状態変化

する複合励起過程（複合スピン励起子変換）は、三重項

－三重項消滅、もしくはその逆過程である一重項分裂と

して知られており、近年、前者は低エネルギー光子から

高エネルギー光子へのアップコンバージョン、後者は長

寿命三重項励起子生成による太陽電池の変換効率向上の

観点から特に関心が持たれている。本研究は、その複合

スピン励起子変換の支配因子の抽出と機構の解明を通し

て、有用な新規物質を提案することを全体目標とする。

特に三重項対から一重項対への変換である TTA 過程に

軸足を置き、実験面では時間分解および定常光分光測定

によって、その変換過程の支配因子を解明する。この全

体計画の下、TTA 機構によるアップコンバージョンの

メカニズムを実験的に解明し、固体系を含めて高い発光

収率の TTA-UC 系への展開を図る。 

 本年度は、既年度の成果を応用して固体系三重項－三

重項消滅アップコンバージョンの励起波長の長波長化に

取り組んだ。分子系を拡張して近赤外波長に吸収を持つ

金属錯体と、その三重項状態に近接したエネルギー領域

に三重項状態を持つ発光材料との組み合わせによる混合

溶液から、迅速溶媒乾燥法により材料を作製した。この

固体材料は波長785 nm の入射光の照射により、黄色の

可視光発光を示し、近赤外励起によるアップコンバージ

ョン発光を示す固体系の作製に成功した。また、固体状

態でのエネルギー移動過程と TTA 過程を解明するため

に時間分解発光測定を行い、その解析を行う手法の開発

も合わせて行なった。これにより固体中では効率的なエ

ネルギー移動と TTA 過程が起きていることが評価可能

になった。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］光アップコンバージョン、三重項状態、

近赤外励起、固体、発光 
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［研 究 題 目］地殻ダイナミクス－東北沖地震後の内陸

変動の統一的理解－ 

［研究代表者］飯尾 能久（京都大学） 

［研究担当者］松本 則夫（活断層・火山研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は科学研究費 新学術領域研究「地殻ダイナミ

クス－東北沖地震後の内陸変動の統一的理解－」の総括

班の一員として領域全体の研究方針の策定や、企画調整

等を行うものである。2017年9月に鳥取県米子市で開催

された本領域の全体集会に参加し議論を行うとともに、

研究成果の取りまとめ及び web を用いた広報を担当し

て本領域の広報活動に努めた。 

［キーワード］地殻ダイナミクス、総括班、広報、集会、

研究成果、web 

 

［研 究 題 目］異なる時空間スケールにおける日本列島

の変形場の解明 

［研究代表者］鷺谷 威（名古屋大学） 

［研究担当者］大坪 誠、宮川 歩夢（地質情報研究部

門）（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 東北日本弧を対象に既存研究成果をレビューし、（1）

第四紀短縮変形の空間バリエーション、（2）第四紀隆

起開始時期の空間バリエーション、（3）前弧陸域での

バックグラウンドの隆起活動、について整理した。また、

地質図スケールの断層の第四紀中の再活動に関して、外

房地域を例に応力場が変化した際に50万年程度の時間

では断層活動場はその応力場の下で成熟できない可能性

を示し、Quaternary International 誌に公表した。

2016年熊本地震発生域周辺において、既存文献のレビ

ューを行い、東北地域と比べると九州地域の断層活動場

は過渡期であり、今後200万年程度で成熟になる可能性

があることを示した。さらに重力異常のインバージョン

解析により、阿蘇カルデラの下にマグマだまりに対応す

る低密度岩体の存在を明らかにし、Earth, Planets and 

Space 誌に公表した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］歪み集中帯、東北地方太平洋沖地震、 

内陸地震、変形、東北日本、九州 

 

［研 究 題 目］観察・観測による断層帯の発達過程とミ

クロからマクロまでの地殻構造の解明 

［研究代表者］竹下 徹（北海道大学） 

［研究担当者］重松 紀生、香取 拓馬（活断層・火山

研究部門）（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 中央構造線は断層深部から浅部にかけての断層岩が露

出し、これに基づき脆性-塑性遷移条件付近の応力と歪

の不均質を明らかにすることが目標である。平成29年

度は、手始めに粟野・田引露頭周辺の700 m×700 m 程

度の範囲において、ドローン等により三次元的に地質構

造を把握、これらに基づき三次元モデルを構築した。 

 調査にあたっては位置座標を持つ露頭形状モデルを、

ドローン等により取得した画像により構築し、これを用

いた。モデルには基準点位置の測量により、地理的位置

座標を与えた。 

 粟野・田引露頭の MTL 近傍の領家帯構成岩類は広く

マイロナイト化し、MTL 直近ではカタクレーサイトの

変形が重複する。カタクレーサイトは、微細構造と鉱物

組み合わせから、（面状）カタクレーサイト、黒色カタ

クレーサイト、鱗片状カタクレーサイトに区分した。カ

タクレーサイトの形成温度は緑泥石の化学組成から約

300℃である。これら断層岩の剪断センスは非対称構造

から、マイロナイト・（面状）カタクレーサイト・黒色

カタクレーサイトは左横ずれを、鱗片状カタクレーサイ

トが右横ずれである。以上の構造分類と調査結果から得

られた構造境界位置の位置座標から、最小二乗法により、

三次元断層帯内部構造モデルを構築した。 

 断層帯の構造は大きく、マイロナイト・カタクレーサ

イトなどの左横ずれ構造と、鱗片状カタクレーサイトな

どの右横ずれ構造、さらにより新しい断層構造に大別で

きる。左横ずれの変形はその形成の過程で、脆性－塑性

遷移を経験しており、さらに脆性－塑性遷移付近で、変

形が幅10 m 程度の領域に集中する状況が明らかになっ

た。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］中央構造線、三次元地質モデル、 

脆性―塑性遷移、地殻ダイナミクス 

 

［研 究 題 目］岩石変形実験による地殻の力学物性の解

明：流体の影響 

［研究代表者］清水 以知子（東京大学） 

［研究担当者］高橋 美紀、重松 紀生（活断層・火山

研究部門）、清水 以知子（東京大学）、

中谷 正生（東京大学）、武藤 潤（東

北大学）、大橋 聖和（山口大学）、 

星野 健一（広島大学） 

（常勤職員2名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 本課題は新学術領域研究「地殻ダイナミクス－東北沖

地震後の内陸変動の統一的理解－」のサブテーマの一つ

である。同じくサブテーマの一つである「観察・観測に

よる断層帯の発達過程とミクロからマクロまでの地殻構

造の解明」の課題とは連携して研究を進めている。この

中で産総研が実施するのは主に下記の2テーマである。

産総研が担当したのは主に下記の2テーマであった。 

 ①「天然の断層岩（MTL 断層帯より採取）の摩擦強

度を測定し地殻の強度の議論を行う。」MTL 粟野–田引

露頭でみられる脆性の断層岩のすべてのガウジについて
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強度測定を行った。この測定結果に基づき、MTL 粟野

–田引露頭が地下深部より上昇するにつれて被ってきた

応力の履歴を明らかにすることができた。従来の断層強

度モデルとは異なり、浅部ではスメクタイト等の弱い鉱

物が生成される影響により極端に低い強度を示した。つ

まり、浅部では断層はほとんど応力を支えていないとい

う事になる。 

 ②「深部塑性変形領域の変形特性を明らかにする。そ

のために必要な高温炉の開発を行う。」温度計算に基づ

く設計通りのヒーターを試作し昇温テストを行った。

700 ℃まで温度を問題なく上げることができたが、ア

センブリに使用したジルコニアが水と反応して細かい亀

裂が生じてしまった。アセンブリの材質を再考すること

が課題として浮き彫りになった。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］地殻強度、中央構造線、断層ガウジ、摩

擦特性、高温炉 

 

［研 究 題 目］地殻流体の実態と島弧ダイナミクスに対

する役割の解明 

［研究代表者］飯尾 能久（京都大学） 

［研究担当者］風早 康平、森川 徳敏、高橋 正明、

佐藤 努、清水 徹、高橋 浩、 

東郷 洋子、戸崎 裕貴（活断層・火山

研究部門）（常勤職員8名） 

［研 究 内 容］ 

 本課題は新学術領域研究「地殻ダイナミクス－東北沖

地震後の内陸変動の統一的理解－」のサブテーマの一つ

である。地震-火山活動、地殻変動など、地殻ダイナミ

クスの理解に重要と考えられる「地殻流体の分布や流量」

を明らかにすることが、本計画研究の目的である。新学

術領域「地殻流体」で得られた知見を発展させ、岩石物

性測定・地磁気地電流（MT）観測・地殻流体インバー

ジョン・深部由来流体計測により、流体分布や流量の定

量的制約を目指す。 

 2017年度は、1）長野県大鹿村周辺において、深部由

来流体の組成端成分及びフラックスを推定するために、

2016年度に引き続きより広範囲に調査を行った。鹿塩

温泉のごく近傍の塩川に湧出する塩水が全体のほぼ

90 %を占めており、周辺で主だった湧出点はみつから

なかった。また、2）阪神地域において河川系周辺に湧

出する“赤水（褐鉄鉱の沈殿を含む）”の分布及び湧出

水の水質、安定同位体比の調査を行った。約200箇所の

調査により、赤水の湧出場所と地下に伏在する断層系の

位置と関係があることがわかった。断層系を通じて上昇

する有馬型温泉水の炭酸ガスが気泡となり分離上昇し浅

層地下水を炭酸泉化することにより風化作用を促進し、

赤水となると考えられる。さらに、3）ハロゲン3元素

（Cl-Br-I）を用いた温泉水の塩水成分の起源解明のた

め、東北地方等で採水調査を行った。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］地殻流体、温泉水、スラブ起源水、フラ 

       ックス、熊本地震 

 

［研 究 題 目］地殻流体の実態と島弧ダイナミクスに対

する役割の解明 

［研究代表者］飯尾 能久（京都大学） 

［研究担当者］松本 則夫（活断層・火山研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、科学研究費 新学術領域研究「地殻ダイ

ナミクス－東北沖地震後の内陸変動の統一的理解－」の

計画研究として、沈み込むスラブからの脱水による水が

マントルウェッジに放出され、地殻を経て地表まで循環

する深部流体のフラックスを、流量や水圧の物理的な測

定および化学・同位体組成等の測定を通して推定するこ

とを目的としている。 

 本年度は三重県内の中央構造線断層帯（MTL）の透

水係数を産総研が掘削した2本の井戸の水理試験と長期

水位観測で求めた。求めた透水係数は、MTL の露頭で

断層帯の中央からの距離ごとにサンプリングされた岩石

の実験から求めた詳細な MTL の透水構造を示した既往

研究と類似した値となり、MTL の複雑な透水構造を反

映していることがわかった。 

地殻流体の組成の時間変化を捉えるための質量分析計

を設置するため、和歌山県田辺市に観測小屋を設置した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］深部流体、揚水試験、透水係数、中央構

造線断層帯、質量分析計 

 

［研 究 題 目］同位体から制約する核－マントルの共進

化 

［研究代表者］鈴木 勝彦（海洋開発研究機構） 

［研究担当者］下田 玄（地質情報研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

コアとマントルの分離年代は未だに解明されていない。

この分離年代の研究には、消滅核種であるタングステン

同位体組成がもちいられることが多い。消滅核種は高分

解能な時間軸が得られるので、核の形成に関する重要な

指標になりえるが、長期間のスケールには対応できない。

核の形成やマントルとの相互作用を、地球史全体の観点

から考えた場合、長寿命核種との組み合わせた研究を行

うことが求められる。これまでの研究で報告されている

タングステン同位体組成と鉛同位体組成を組み合わせる、

もしくは安定同位体と組み合わせる等して、核とマント

ルの相互作用を地球史の観点から考え、地球化学的モデ

リングを行えば、核とマントルの相互作用や核の形成年

代やコアマントルの相互作用に関して制約が得られる可

能性がある。マントル最下部の情報を持っていると考え
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られる試料は高いヘリウム同位体比を持っていることが

報告されている。このヘリウム同位体測定に用いられる

のが橄欖石と呼ばれる鉱物である。橄欖石は鉛等の液相

濃集元素をほとんど含まない。そこで、橄欖石の主成分

元素である鉄の安定同位体を測定法の確立に着手した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］同位体地球化学 

 

［研 究 題 目］核－マントルの地震・電磁気観測 

［研究代表者］田中 聡（海洋開発研究機構） 

［研究担当者］大滝 壽樹（地質情報研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

地球深部構造の動的挙動の解明に向けて、地震学的観

測から地球深部の統合的理解に貢献する。本研究では特

に地球の外核下部から内核上部の地震波速度の深さ変化

・水平方向変化を研究対象とし、他の研究と連携して地

球深部の統合的理解に取り組む。 

今年度は昨年度に引き続きオーストラリア下の外核最

下部の P 波速度構造を研究対象とした。構造解析には

我々の開発した方法を使っている。この方法は外核底近

くの地震波速度を従来より精密にきめることができる。

他の構造の影響はほぼ受けない。得られた結果は、外核

底近くに地震波速度の水平方向不均質があることを示し

ている。外核は鉄に少しのニッケル・軽元素をふくむ液

体である。外核中では温度変化は速度の変化をもたらさ

ないことが知られており、したがって水平方向の速度変

化は軽元素濃度の変化を意味する。今年度は、昨年度得

た速度を再検討すると共に、所外共同研究者が得た外核

中の速度と濃度の変換式を使い軽元素濃度差を求めた。

ここまでの成果を投稿用の論文としてまとめた。 

以上の研究の探査域は北東太平洋下、オーストラリア

下に限られているため、精度は落ちてもより広範囲の構

造を解析することが望ましい。この目的で、以前解析し

た南極域をサンプリングするデータを再検討し、国際学

会で発表した。また、オーストラリアにある地震観測網

のデータを収集した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］地球の外核、P 波速度、地震波速度の分

散、水平方向不均質 

 

［研 究 題 目］対称性に基づいた新奇なトポロジカル相

の探求 

［研究代表者］柏谷 聡（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］柏谷 聡、矢野 力三、小柳 正男 

（常勤職員1名、他2名）  

［研 究 内 容］ 

 対称性とスピン軌道相互作用を起源とする新しい種類

のトポロジカル物質を探索するとともに、トポロジカル 

物質が発現する新奇量子現象やエキゾチック準粒子の性 

質を解明することを目的とする。とりわけトポロジカル 

絶縁体、ディラック半金属、ワイル半金属、トポロジカ

ル超伝導体などの新奇トポロジカル物質を世界に先駆け

て発見し、先端分光技術などを駆使して、その電子構造 

の完全決定を目指す。高品質のバルク・薄膜単結晶の作

成に加えて、分子線エピタキシー（MBE 法）、接合デ

バイス作成技術を用いて、トポロジカル超伝導候補物質 

の各種接合を作成することなどによって、新奇トポロジ 

カル量子現象の観測・解明を行う。また他の研究との有

機的研究交流によって、概念共有を深めた研究展開を図

り、トポロジカル量子相特有の準粒子を探索・実証し、

その背後に横たわる量子凝縮相の物理を解明する。本年

度は、トポロジカル超伝導体候補として、時間反転対称

性の破れに加えて、空間反転対称性の破れた系である

MoS2に着目し、ジョセフソン接合を作成した。実際に

トポロジカル超伝導性を確認するための実験を進めてい

るが、ドーピングの条件等が定まっておらず、ジョセフ

ソン効果を観測するに至っていない。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造   

［キーワード］トポロジカル量子現象、トポロジカル超

伝導、マヨラナ準粒子 

 

［研 究 題 目］次世代超大型光学赤外線望遠鏡 TMT と

高分散分光器による宇宙の加速膨張の直

接検証 

［研究代表者］稲場 肇（物理計測標準研究部門） 

［研究担当者］稲場 肇、大苗 敦、大久保 章、 

中村 圭佑（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 2020年代に稼働する次世代超大型地上光学赤外線望

遠鏡（TMT）により（1）「宇宙の加速膨張の直接測定」

のための科学的・技術的検討を行う。TMT の大集光力

を活かして多数の遠方天体の超高分散分光観測を行い、

その吸収線の赤方偏移の10年にわたる経年変化を超精

密に測定し、ダークエネルギーの正体にも迫る。また、

この超高分散分光観測から、（2）「微細構造定数、陽

子・電子質量比の時間変化に対する制限」、（3）「銀河

間物質の3次元構造の解明」、というこれまで不可能だ

った天文学を実現する。これらを実現するための基礎技

術の習得と要素開発、および試験観測が本研究の主眼で

ある。3つのサイエンスゴールに共通する超高分散分光

観測の実現のために必須である光周波数コムを開発し、

すばる望遠鏡高分散分光器に搭載し、全体性能の評価と

試験観測を実施し、TMT での本格的な宇宙論研究の手

法を確立する。 

 平成29年度は、波長1.5 m 帯のファイバー結合型光

共振器を新たに設計・製作し、90 %程度と良好な結合

系透過率を得た。また、共振器ミラー、および制御用電

歪素子を実装し、共振器一段あたり20 dB 以上の計算通

りのサイドモード抑圧比を観察し、波長40 nm（周波数
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で5 THz）以上にわたる十分な切り出し波長帯域が得ら

れている。また、すばる望遠鏡を訪問し、光コムを設置

するための場所、必要な対環境仕様を決めるための環境

測定、および担当者の耐高所性について調査を行った。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］光コム、TMT、高分散分光器、天文学、 

宇宙の加速膨張、ダークマター、ダーク

エネルギー、微細構造定数、陽子・電子

質量比 

 

［研 究 題 目］革新的イメージング技術とがんモデルメ

ダカを駆使したがん転移研究 

［研究代表者］出口 友則（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］田中 みどり、静間 和子 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、全身の高解像度蛍光イメージングが可能

なメダカをモデルに、革新的生体イメージング技術を駆

使して、がん転移の抑制・治療のための標的分子の同定

とそのメカニズムの解明を目指す。具体的には、がんモ

デル動物として、①膵臓特異的にヒトのがん遺伝子と蛍

光タンパク質を強制発現させることで蛍光標識された膵

がんを発症する遺伝子導入メダカ系統、②ゲノム編集技

術を用いて免疫不全メダカを作製し、蛍光標識したヒト

がん細胞を移植することで、ヒトがん細胞の生体内動態

を光学的に詳しく観察することができるモデルメダカの

2つを開発する。これらモデルメダカのベースには、既

に開発している血管・リンパ管を含む脈管系を in vivo
で可視化できるトランスジェニック系統を用いることで、

がん転移と脈管系の関係を調べることを可能にする。 

 膵がんを発症する遺伝子導入メダカ系統の開発では、

膵臓特異的に発現する遺伝子であるインシュリンプロモ

ーターの下流に loxP で挟んだ緑色蛍光タンパク質とヒ

トの活性型がん遺伝子（H-Ras(G12V)）をつなげ、さ

らにその下流に2 A ペプチドで赤色蛍光タンパク質の遺

伝子をつなげたコンストラクトをメダカの受精卵にマイ

クロインジェクションし、次世代を蛍光実体顕微鏡でス

クリーニングすることで、膵臓特異的に緑色蛍光タンパ

ク質を発現する系統を確立した。 

 また、ヒトがん細胞移植メダカの開発については、前

年度までに樹立した SCID 及び XSCID 遺伝子に突然変

異を誘発した免疫不全メダカを掛け合わせたダブル変異

メダカの作製を行い、実際にヒトがん細胞の移植を試み

た。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］がん、疾患モデル、メダカ、ゲノム編集、

生体イメージング 

 

［研 究 題 目］先進ゲノム解析研究推進プラットフォー

ム 

［研究代表者］瀬々 潤（人工知能研究センター） 

［研究担当者］瀬々 潤、Kuo Tony 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 科研費採択者のゲノム研究加速に向けて、次世代シー

ケンサによるゲノム配列の解析のサポートを実施した。

このフレームワークに乗っ取り、大麦、マウスに関して、

共同研究を実施した。 

［領 域 名］情報・人間工学、生命工学 

［キーワード］機械学習、次世代シーケンサ、変異 

 

［研 究 題 目］アジアにおけるホモ・サピエンス定着期

の気候変動と居住環境の解明 

［研究代表者］北川 浩之（名古屋大学） 

［研究担当者］田村 亨（地質情報研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

約20万年前頃のアフリカ大陸で誕生したホモ・サピ

エンス（新人）は、10～5万年前頃以降、ユーラシア各

地の多様な環境に適応しつつ拡散し、先住者たる旧人た

ちと交替した。新人が拡散し定着した時代のアジア（パ

レオアジア）を文化史的な観点から考究し、アジアにお

ける新人文化の形成過程の実態と背景を明らかにするた

めに、考古遺跡やその他の古環境記録を対象に、その時

代の気候・環境に関わる各種の証拠を多面的に取得・解

析する。 

 今年度は、ヨルダン南部 Jebel Qalkha、アゼルバイ

ジャン北西部 Damjiri の新・旧石器時代考古遺跡の現

地調査、および採取した試料の OSL 年代測定に取り組

み、石器から推定される文化変遷の編年を検討した。ま

た、ウズベキスタンやカザフスタンの旧石器時代考古遺

跡の堆積物試料に対する OSL 年代測定も行った。  

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］古環境記録、年代測定、考古学、人類の

進化 

 

［研 究 題 目］陽電子消滅による結晶特異構造のキャリ

ア捕獲・散乱ダイナミックスの評価 

［研究代表者］上殿 明良（筑波大学） 

［研究担当者］大島 永康（分析計測標準研究部門）

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 陽電子消滅を用いて、特異構造の光学特性や電気的特

性、また、特異構造中の電界が与える影響を明らかにし、

拡張結晶学の構築に寄与することを目標に、モデル試料

を用いた単色エネルギー（パルス）可変陽電子ビームを

用いた欠陥評価、ならびに、試料測定用の陽電子マイク

ロビームシステムの改良研究を進めている。 

 本年度は、昨年度の調査で明らかとなった陽電子マイ

クロビーム光学系の問題点の改良をすすめた。具体的に
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は、ビーム集束レンズの電圧や電流の変動を低減するシ

ステムを開発した。電極用電圧を安定化させる対策とし

て、アナログ出力回路と高圧用電源モジュール電源の別

機種への交換、絶縁トランスのノイズフィルタリング強

化、グランドループ配線の解消を実施した。これにより、

数ボルト程度の変動があった電極用電圧は、数ミリボル

トにまで低減され、より小さいビームスポット径が安定

的に供給できる陽電子マイクロビームシステムを構築す

ることができた。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］陽電子消滅、欠陥評価、陽電子ビーム 

光学 

 

［研 究 題 目］複合アニオン化合物の創製と新機能に関

する研究の総括 

［研究代表者］荻野 拓（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］荻野 拓（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 21世紀に入って、複数のアニオンが同一化合物に含

まれる「複合アニオン化合物」が、新しいタイプの無機

材料として注目を集めはじめている。複合アニオン化合

物では特異な配位構造や結晶構造が得られるため、根源

的に異なる革新的機能が現れる可能性がある。このよう

な背景を受けて、研究領域「複合アニオン化合物の創製

と新機能」を提案し、研究活動を行っている。従来、物

質系・応用分野ごとに仕切られていた研究体制を本計画 

研究では横断的に結びつける。この研究体制を円滑かつ

機能的に運営し、最大限の成果を得ることが本研究の目

的である。国際的な研究ネットワークの形成や、グロー 

バルに活躍できる若手人財育成の責も負う。本年度はこ

れらの目的を達成するため、総括班として様々な活動を

行った。新学術領域内の A01～A03班内・班間連携を促

進するため、領域内留学を奨励し、これらの活動への支

援活動を行った。また社会・国民への成果発信として、

ホームページの開設やニュースレターの発行のほか、メ

ンバーが所属する機関の広報やオープンキャンパスも効

果的に利用して情報発信を行った。このほか運営会議を

随時開催し、領域内研究の推進や成果発信方法について 

随時検討を行っている。  

［領 域 名］エレクトロニクス・製造   

［キーワード］複合アニオン化合物、合成、解析、機能 

 

［研 究 題 目］植物新種誕生の原理－生殖過程の鍵と鍵

穴の分子実態解明を通じて－ 

［研究代表者］瀬々 潤（人工知能研究センター） 

［研究担当者］瀬々 潤（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 新学術領域の総括班として、主としてデータ解析環境

の整備を実施し、各班の研究進展に寄与した。  

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］データ解析 

 

［研 究 題 目］測地観測によるスロー地震の物理像の解

明 

［研究代表者］廣瀬 仁（神戸大学） 

［研究担当者］廣瀬 仁（神戸大学）、宮崎 真一 

（京都大学）、松島 健（九州大学）、 

田部井 隆雄（高知大学）、山崎 健一 

（京都大学）、高木 涼太（東北大学）、

田中 愛幸（東京大学）、木村 武志 

（防災科学技術研究所）、板場 智史 

（活断層・火山研究部門） 

（常勤職員1名、他8名） 

［研 究 内 容］ 

 西日本の南海トラフおよび琉球海溝沿いでは、世界中

で最も多彩なスロー地震活動が検出されてきている。し

かしながら、その活動の地域性の原因や、地域間の相互

作用、異なるタイプのスロー地震間の関連性など未解明

な点が多い。本計画研究では、スロースリップイベント

（SSE）の活動様式を、発生頻度の高い西日本の複数地

域にて、GNSS・傾斜・歪・重力等の測地学的観測手段

によって詳細に捉え、地域ごとのプレート間のすべり特

性、それを規定している地球科学的要因、隣接地域との

相互作用、SSE 発生と地殻流体との関連性などを明ら

かにし、他計画研究の観測データ・室内実験結果・数値

モデルからの知見と融合することで、スロー地震の理解

を通して地震現象の再定義を目指す。 

 平成29年度は、過去約20年間の GNSS 記録に基づき、

SSE の系統的な検出手法の開発とそのデータへの適用

を行い、日向灘から四国西部にかけて未報告のものを含

む24の長期的 SSE を検出し、長期のプレート間すべり

挙動の理解が進んだ。陸域でのボアホールひずみ観測に

より、観測点から距離の離れた南海トラフ沿いでの浅部

SSE を検出し活動域の推定に成功した。東海地方にお

いて20年以上におよぶ重力観測により、SSE に伴う重

力変化を検出し、C02班との共同研究により開発された

間隙流体移動モデルを用いたデータのモデル化を行うこ

とで、断層帯の流体移動による重力変化の可能性を示し

た。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］スロー地震、SSE、地殻変動 

 

［研 究 題 目］光圧を識る：光圧の理論と計測・観測技

術開発による基礎の確立 

［研究代表者］石原 一（大阪府立大学） 

［研究担当者］細川 千絵（バイオメディカル研究部 

門）、清水 栄子（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、光圧を識るための基礎となる理論、計測、

観測のそれぞれの手法をナノサイズ領域で確立し、互い



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(859) 

の結果を整合させる過程で、ナノサイズ領域の光圧現象

に潜む様々な物理的・化学的効果を解明する。このため、

光圧下で運動するナノ物質の観測、および流体媒質中で

の運動の解析技術を確立する。今年度は、溶液中におい

て光圧下で運動するナノ粒子や分子の高感度蛍光検出の

ため、時間相関単一光子計数モジュールを導入し、既存

の顕微蛍光測定システムに組み込んだ。量子ドットナノ

粒子水分散液の蛍光相関分光測定を行った結果、通常の

波長1064 nm の近赤外光に加え、捕捉対象の量子ドッ

トナノ粒子が吸収する波長488 nm のレーザー光を同時

に照射したところ、共鳴光強度の増加とともにレーザー

集光領域におけるナノ粒子の運動が遅くなり、集光領域

に束縛される傾向を見いだした。さらに、光圧下での単

一ナノ粒子の運動検出のため、光圧によりナノ流路中に

単一ナノ粒子を導入することに成功した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］光ピンセット、光マニピュレーション、

ナノ粒子 

 

［研 究 題 目］潜在的運動における学習適応メカニズム

の解明と計算モデル構築 

［研究代表者］五味 裕章（NTT） 

［研究担当者］竹村 文（人間情報研究部門）、 

三浦 健一郎（京都大学）、五味 裕章 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、未だ謎の多い「潜在的な感覚運動生成」

の情報処理の学習・適応のプロセス、および自己運動感

覚とのインタラクションを、運動学的・心理物理学的手

法、電気生理学的手法などを組み合わせて明らかにし、

随意的・潜在的運動の統合学習モデルに結び付ける基礎

知見を明らかにすることを目標とする。具体的には、潜

在的な追従腕応答を生成する大脳皮質を含む情報処理神

経基盤を明らかにし、自己運動感覚がある随意運動の運

動指令生成過程とのコントラストを浮き彫りにする。 

H29年度は、視覚運動解析の座とされる MT/MST 野

について、Preliminary な不活化破壊実験の結果を再解

析し、「脳と心のメカニズム」冬のワークショップで発

表した。腕運動の計測システムを動かす実験システムと

ニューロン活動計測システムとの統合を目指し、視覚刺

激呈示および眼球・腕運動計測のプログラムを開発中で

ある。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］脳科学、視運動、腕運動、運動学習、運

動情報解析、視覚 

 

［研 究 題 目］南大洋の古海洋変動ダイナミクス 

［研究代表者］池原 実（高知大学） 

［研究担当者］板木 拓也（地質情報研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

南大洋は負の熱と CO2等の物質の巨大リザーバであ

り、全球気候変動の鍵を握る。本研究では、南大洋にお

ける古海洋変動を精度良く復元するための古環境指標

（プロキシ）の開発と高精度化を行い、それらを海底コ

ア解析に応用する。担当者は、古環境指標として重要な

微化石の分析を担当している。今年度は、微化石のデー

タを効率的に取得する手法を開発するため、電動 X-Y

ステージ付き顕微鏡と人工知能ソフトウェアを導入し、

自動で顕微鏡画像を取得・分類するシステムの開発を行

った。さらに、南大洋から採取された海底コアについて

顕微鏡観察用のプレパラートを大量に作成し、微化石観

察の準備を進めた。現在、本システムを運用するにあた

って基礎となる人工知能の分類モデルを構築しており、

予備実験においては90 %程度の正答率が得られている。

来年度は、本システムの本格運用を開始し、作成したプ

レパラートに含まれる微化石の群集データ取得に着手す

る。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］古海洋学、南極、微化石 

 

［研 究 題 目］進化の制約と方向性 ～微生物から多細

胞生物までを貫く表現型進化原理の解明

～ 

［研究代表者］深津 武馬（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］深津 武馬（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 生物は決してランダムに多様化しているのではない。

発生プログラムの変更や形態進化の変更には不均一さや、

変わりにくい部分が認められ、それが進化の性質を語っ

ているように見えながら、それがまともに扱われたこと

はまだない。本研究では、この制約と揺らぎをさまざま

なレベルで検出し、個体間差や環境変化による表現型変

化など短期的な時間スケールで観察される表現型揺らぎ

と、長期的な時間スケールで起こる表現型進化の制約や

方向性がどのように関係（相関）しているかを実験的に

解明し、制約進化理論の適用範囲の検証と修正を行うこ

とで、何が表現型進化に制約と方向性をもたらすのかを

明らかにする。そして、従来の自然淘汰理論、中立進化

理論を包含し、生物進化をより包括的に説明できる理論

の構築を目指す。 

 本領域の特徴は、実験研究と理論研究の融合による新

たな進化論の構築である。進化学全体における普遍的な

原理を探求するため、異なった生物材料（細菌、無脊椎

動物、脊椎動物、植物）、異なった進化現象（遺伝子発

現プロファイル進化、環境耐性進化、発生進化、共生進

化）を実験研究する計画班が理論を中心とする計画班と

連携する。その推進のために、総括班会議（領域会議と

同時期に開催）を年2回開催し、領域の研究方針、企画

の調整を議論するとともに、各計画・公募研究の進捗状
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況の評価、改善項目、重点項目の指摘と強化目標の設定

を行う。さらに、総括班理論支援、大規模解析支援の支

援対象を検討、決定し、また各班間の連携と成果の迅速

な発表を行うために、ホームページを作成し、On line

でのニュースレター発信を随時行う。 

［領 域 名］生命工学   

［キーワード］昆虫、共生細菌 

 

［研 究 題 目］細胞機能を司るオルガネラ・ゾーンの解

読 

［研究代表者］加藤 薫（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］加藤 薫、石山 静葉、田中 みなみ 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 超解像イメ－ジング：脂質輸送が実行されているオル

ガネラ・ゾーンの解析に有用な、超解像イメージングシ

ステムを構築する。 

研究計画； 

 超解像イメ－ジング：生きた細胞内での CERT の挙

動やオルガネラの動態観察ができる超解像イメージング

系を構築する。先ずは GFP-CERT の挙動を SIM で観

察することを試し、詳細な観察が困難な場合は、光変換

型タンパク質を導入して解像度を上げる工夫をする。並

行して、固定細胞内のオルガネラ接触域を STED 顕微

鏡により50 nm 内外の解像度で観察するための分解能

の向上を行う。 

年度進捗状況： 

 オルガネラゾーンの観察で使用する超解像顕微鏡の条

件検討をした。1）STED 光で褪色しない蛍光色素等も

用いて色素を比較検討（Ohzono et al. 2017 Sci.Rep.）

した。2）HAtag 付-CERT を発現した HeLa 細胞で、3

色で STED 観察できる系を立ち上げた。耐褪色性色素

は、無機材料では有用だが、生体試料では効果的でなか

った。3）シロイヌナズナの疑似超解像法での観察条件

を蛍光アクチンで決め（Kijima, S et al. 2018 Sci. 

Rep.）、シロイヌナズナの PAH 発現体（試料作成・下

嶋先生）の観察を行った。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］オルガネラ、超解像、イメージング 

 

［研 究 題 目］小胞体膜連携ゾーンを介した脂質輸送 

［研究代表者］加藤 薫（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］加藤 薫、石山 静葉、田中 みなみ 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 新学術領域オルガネラゾーンのメンバー全体に対する

横断的な技術支援として、超解像イメ－ジング支援を行

う。 

研究計画； 

 超解像イメ－ジング：生きた細胞内でのオルガネラの

動態観察ができる超解像イメージング系を構築する。

SIM によるオルガネラ観察の系を立ち上げ、2カメラシ

ステムの導入を図る。並行して、固定細胞内のオルガネ

ラ接触域を STED 顕微鏡により50 nm 内外の解像度で

観察するための分解能の向上を行う。 

年度進捗状況： 

 オルガネラゾーンの観察で使用する超解像顕微鏡の条

件検討をすると共に技術支援を行った。1）STED 光で

褪色しない蛍光色素等も用いて色素を比較検討

（Ohzono et al. 2017 Sci.Rep.）した。耐褪色性色素は、

無機材料では有用だが、生体試料では効果的でなかった。

2）HeLa 細胞で、3重染色で STED 観察できる系を立

ち上げた。3）シロイヌナズナの疑似超解像法での観察

条件を蛍光アクチンで決めた（Kijima, S et al. 2018 

Sci.Rep.）。3）技術支援として、ウイルス粒子が作られ

る過程で、細胞内のオルガネラがどのように関与するの

か、ウイルス粒子のパッキングの過程を知るために、

STED を用いて、50 nm 程度の分解能で固定細胞を観

察した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］オルガネラ、小胞体、ゴルジ体 

 

［研 究 題 目］分子・半導体光触媒による高効率可視光

水分解系の開発 

［研究代表者］佐山 和弘（太陽光発電研究センター） 

［研究担当者］佐山 和弘、三石 雄悟、井口 翔之、

宮瀬 雄太、保科 和宏 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 天然の光合成は数十億年の歴史の中で進化し、太陽エ

ネルギーと水と炭酸ガスから酸素と有機物を生成する超

高効率なシステムである。人工光合成ではこの天然の精

緻なメカニズムを模倣して単純化し、それを凌駕するシ

ステムを開発する必要がある。本研究では、太陽光中に

豊富に含まれる可視光を利用して水を分解し、水素およ

び過酸化水素などのエネルギーキャリアを生産するため

の高効率な粉末半導体光触媒や電極触媒技術の開発を行

う。また、最も基本的な反応である水の酸化反応につい

ての反応メカニズムを詳細に検討する。最終的には、

「分子系」と「半導体」の相補的な性質に注目し、両者

を融合した革新的なハイブリッド型水分解系の開発にも

取り組むとともに、天然の光合成研究との大きな融合に

よる新しい学理の創出を目指す。 

 今年度は、導電性基板に各種金属触媒を担持したアノ

ード電極上の高いバイアス下での水酸化による過酸化水

素の製造の研究を行った。この反応では光エネルギーは

直接利用せずに比較的大きな外部電力を用いるが、光触

媒や光電極、助触媒の表面での触媒反応機構を電気化学
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的観点から議論できる利点がある。また、電力エネルギ

ーだけ、または外部電力に太陽電池を用いたコンパクト

な過酸化水素製造装置の研究につながる。導電性基板に

酸化スズ系導電性ガラスを用い、炭酸水素塩水溶液中で

電解すると過酸化水素が僅かに生成した。この表面にバ

ナジン酸ビスマスを薄く担持すると、暗時において過酸

化水素が効率よく生成し、初期の電流効率はほぼ100 %

に近いことが分かった。また、その電極をアルミナで更

に修飾すると過酸化水素の蓄積量も増大できることがわ

かった。このような知見は水を酸化剤とする人工光合成

の実用化に大きく貢献できると考えられる。 

［領 域 名］環境・エネルギー 

［キーワード］人工光合成、電極反応、水の酸化 

 

［研 究 題 目］界面活性剤を用いた多連続多孔質構造の

形成 

［研究代表者］遠藤 明（化学プロセス研究部門） 

［研究担当者］遠藤 明、平 敏彰（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、数学により提案される極小面構造をナノ、

マイクロメートルスケールで実現することを目的とする。

特に、細孔構造の内部において反応・生成物の分離輸送

の制御につながるような極小界面構造の合成を目指すと

ともに、構造形成に用いる境界条件を変形することで極

小界面構造の動的な構造変化を実現することにも挑戦す

る。 

 平成29年度は、局所界面構造を走査型電子顕微鏡で

直接観察することを目的に、界面活性を有するイオン液

体の合成に着手し、アルキル鎖長の異なるカチオン性分

子を2種類合成した。臭化アルキルとカチオン性分子と

の SN2反応により、臭素を対アニオンとする界面活性剤

を合成した後、界面を金属で被覆して黒膜を安定化させ

るために、このものと遷移金属塩あるいはかさ高い有機

アニオンとの対アニオン交換を水中もしくはアセトニト

リルなどの極性溶媒中で行うことにより、新規金属イオ

ン液体を合成した。一連の化合物の精製はシリカゲルク

ロマトグラフィーにより行い、生成物の構造は各種

NMR、質量分析によって同定した。また、得られた化

合物の界面物性を測定し、イオン液体と界面活性剤両方

の性質を兼ね備えた物質であることを確認した。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］極小界面、金属イオン液体、界面活性剤、

反応・分離 

 

［研 究 題 目］海洋酸性化の沿岸生物と生態系への影響

評価実験 

［研究代表者］野尻 幸宏（弘前大学） 

［研究担当者］鈴木 淳、長尾 正之（地質情報研究部

門）（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 人為起源二酸化炭素がもたらす海洋酸性化の沿岸海洋

生物への影響を主レベルと生態系レベルで明らかにする

研究を、我が国の沿岸生物を主たる対象として実施する。

本年度は、計画第四年目にあたり、精密海水二酸化炭素

分圧調整装置を用いて、生物加入評価に係る海洋酸性化

実験の基本的な実験手法の検討を進めた。沖縄県本部町

瀬底、新潟県柏崎市荒浜の臨海実験施設の屋外水槽にて、

海洋酸性化現象が付着生物の加入・定着に与える影響評

価実験を実施した。屋外型 CO2制御装置による5段階の

pCO2の水槽内に定着板を入れ、約6ヶ月間でどのような

付着生物が加入・定着するかを検討した。柏崎及び瀬底

の2地点共に、pCO2の増加に伴い、付着生物の有機炭素

／無機炭素比が減少する傾向が認められた。また、付着

生物試料に含まれる炭酸カルシウムの結晶形は、pCO2

の増加に伴い、あられ石や高マグネシウム方解石の比率

が方解石に比べて低下する傾向がみられた。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］サンゴ、海洋酸性化、石灰化、ストレス 

 

［研 究 題 目］ダイヤモンド量子センシング 

［研究代表者］渡邊 幸志（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］渡邊 幸志（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、ダイヤモンド中の個々の量子ビットをセン

サーとして、単一の分子や細胞の核磁気共鳴（NMR）

イメージング測定や電位分布測定を室温で実現する実験

手法を確立する。同位体ダイヤ表面近傍（数 nm）に

100 μ 秒以上の量子コヒーレンス時間を有する窒素-空

孔（NV）ペアを配置し、個々の NV ペアに束縛された

電子スピンを制御する手法を開発し、2年目には単一

NV 電子スピンをセンサーとしてダイヤ外部に置かれた

単一分子電子スピンまたは単一原子核スピンの磁気共鳴

検知を成功させ、さらに2次元 NV アレイを用いて空間

分解能50 nm での磁場・電位・温度分布イメージング

も実現する。並行してニューロン等の単一細胞への刺激

に対する電位分布の時間発展バイオセンシングを NV

アレイを用いて実現する。4年目以降には、量子センサ

ーとしての利点を保ちながら、空間分解能10 nm 以下

の実現を目標とし、単一分子・細胞の磁場・電場・温度

イメージングを目指す。本研究では NV ドーピングの

高度化を目指し、膜厚依存に取り組む（5 nm→2 nm→

1 nm）。本年度は、センサー・試料間距離2 nm となる

センサー構造を完成させ、センサー性能（T 2=10 us）

を確認した。次年度は引き続き膜厚依存の最終目標とな

る1 nm に取り組む。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造   

［キーワード］量子センシング、ダイヤモンド、電子ス

ピン、イメージング 

 

［研 究 題 目］熱力学的極限に挑む断熱モード磁束量子
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プロセッサの研究 

［研究代表者］日高 睦夫（ナノエレクトロニクス研究

部門） 

［研究担当者］日高 睦夫、永沢 秀一、浮辺 雅弘 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

目標および研究計画 

ジョセフソン接合層を含むゲート層を上下二段に重ね

た3次元超伝導回路プロセスの歩留まり向上を行い、16

ビット加算器などの中規模 AQFP 回路の動作を可能と

する。また、3次元回路におけるパラメータ抽出を目的

とした積層ビアのインダクタンス測定を行う。さらに、

横国大、名大が設計した各種超伝導回路の作製・供給を

行う。 

年度進捗状況 

 ジョセフソン接合臨界電流密度10 kA/cm2のプロセス

を用いて16ビット MUX や4ビット ALU 等の各種

AQFP 回路を作製し、設計された回路の正常動作と十

分な動作マージンを確認した。またゲート層を上下二段

に重ねたダブルゲートプロセスのレイアウト上の問題点

を発見し、歩留まり向上の指針を得ることができた。さ

らに横国大が設計した各種 AQFP 回路の試作を重ねる

ことで、AQFP 回路作製プロセスの制御性、信頼性を

向上の目標を達成できた。昨年度懸案となっていたダブ

ルゲートプロセスにおける AQFP 回路誤動作の原因を

明らかにすることができ、回路歩留まりの向上に貢献す

ることができた。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造   

［キーワード］超伝導エレクトロニクス、ジョセフソン

接合、超伝導集積回路プロセス、SFQ

回路、AQFP 回路、3次元超伝導回路 

 

［研 究 題 目］天然化合物の革新的標的分子同定法の確

立とケミカルエピジェネティクス   

［研究代表者］新家 一男（創薬基盤研究部門） 

［研究担当者］新家 一男（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 天然生理活性物質（天然物）には極めて強力で特異的

な作用を示す物質が存在する。それらの標的分子と作用

機構の解明は、ペニシリンを例に挙げるまでもなく、時

として世界を変えるほどのインパクトを生物学に与えて

きた。しかし、これまでの個別研究は試行錯誤の繰り返

しによるものであり、こうした生理活性物質の標的分子

を迅速に同定し、作用メカニズムを解明する効率的な方

法論は確立されていない。現在、世界の創薬の新しい潮

流である、疾患 iPS 細胞や臨床分離サンプルを用いる

表現型スクリーニングでは、ヒットした化合物の標的決

定を行うことが、臨床開発を行う上で大きな課題である。

本研究では、新しい化合物̶標的相互作用検出技術を開発

し、あらゆる化合物の標的分子を迅速、組織的に同定す

る系を構築する。 

 本年度は、昨年度に引き続き、特殊なチオアミド構造

を持つ JBIR-140、および白血病幹細胞を特異的に攻撃

することが期待されている新規化合物 JBIR-141を対象

に、標的分子の同定を進めた。また、スプライシング阻

害剤として知られる FR901464の大量供給が要求された

た め 、 生 合 成 遺 伝 子 の ク ロ ー ニ ン グ お よ び

Pseudomonas putida KT2440を用いた異種発現系を開

発し、今後の大量供給を可能にした。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］ケミカルゲノミクス、ケミカルバイオロ

ジー、天然化合物 

 

［研 究 題 目］世界初の再生医療用高速・無菌セルソー

タの実用化開発 

［研究代表者］弓場 俊輔（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］弓場 俊輔、田口 紋子 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 再生医療の実現には、均一・高品質で機能的なヒト幹

細胞を大量かつ安定的に供給する技術の開発が急務であ

る。この技術には細胞の分離精製技術が必須であるが、

国内外を通じて無菌的に分離精製を実現する機器が存在

しない。その解決手段として、本研究では、外部企業と

共同で無菌かつ高速なセルソータの実用化開発を行った。

本研究において、産総研側が取り組んだのは、以下の2

つの技術課題であった。 

課題１（交換部品滅菌技術の開発）として、前試料によ

る残留汚染の除染効果の確証がとれていないため、交換

部品の洗浄法・滅菌法を評価する手法が必要であった。

無菌試験を行ったところ、部品は、今回採用したγ線滅

菌で十分で、細菌のみならず前試料である生きた培養細

胞も交換部品内に存在しないことが明らかとなった。し

かしながら、死細胞由来の残渣残留防止のためには、よ

り高度な洗浄法を採用するか、シングルユースの部品を

導入することも検討すべきであることが判った。 

課題２（無菌抗体の開発）として、無菌セルソータと共

に用いる細胞標識用抗体が無菌ではないことが問題であ

った。そこで、体内に持ち込まれても迅速に分解される

ことが期待される VHH 抗体を試料に無菌製造技術の開

発を進めた。その結果、濾過滅菌による VHH 抗体の無

菌製造技術を確立することができた。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］再生医療、幹細胞 

 

［研 究 題 目］組織幹細胞におけるゲノム安定性の制御 

［研究代表者］瀬々 潤（人工知能研究センター） 

［研究担当者］瀬々 潤、Kuo Tony 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
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 メダカを対象とし、大阪大学・藤堂研から算出される、

ゲノムの大規模情報から、変異あるいは再構成が起こっ

ているかどうかを同定する計算を開発・実施した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］幹細胞、ゲノム、変異、構造変異 

 

［研 究 題 目］組織幹細胞におけるゲノム安定性の制御 

［研究代表者］川崎 隆史（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］川崎 隆史（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 DNA 損傷は「ゲノム不安定性」を誘発し、やがて長

期潜伏の後、発がん等の重篤な疾患を引き起こす。この

ような晩発影響の標的として「組織幹細胞」が考えられ

る。本研究では、「組織幹細胞」に誘発される「ゲノム

不安定性」を直接検出する、in vitro、in vivo 解析系を

構築し、環境変異原に対する「組織幹細胞」の損傷応答

機構を明らかにすることを目的としている。生体の損傷

応答をゲノムストレスの最終産物である突然変異から解

析し、組織特異的な損傷応答に新たな知見をもたらすこ

とを目指す。 

 H29年度は、肝臓における発がんを対象とした研究を

進めるため、メダカへの遺伝子導入により、肝実質細胞

および肝組織幹細胞のマーキング系統の樹立を試みた。

肝実質細胞のマーカー遺伝子の調節領域を制御領域とし

て蛍光タンパク質を発現する系統の樹立を試みたところ、

肝臓特異的に蛍光タンパク質を発現する系統を樹立する

ことに成功した。免疫組織化学的解析法により、肝実質

細胞特異的に蛍光タンパク質を発現することを確認した。

また、組織幹細胞マーカー遺伝子5種の調節領域を応用

し、可視化系統の樹立を試み、少なくとも3種のマーカ

ー遺伝子に関して可視化系統を樹立した。現在、表現型

の解析を行っている。 

 また、ヒト細胞においてがん誘因因子とがん化の関連

を解析する目的の一環として、ヒト間葉系幹細胞に関し

て UV 傷害とがん化の関連を解析するための実験を開

始した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］組織幹細胞、ゲノム安定性、損傷応答、

メダカ 

 

［研 究 題 目］浅海底地形学を基にした沿岸域の先進的

学際研究－三次元海底地形で開くパラダ

イム－ 

［研究代表者］菅 浩伸（九州大学） 

［研究担当者］長尾 正之、鈴木 淳（地質情報研究部

門）（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

沿岸浅海域は人の居住域に近いにもかかわらず科学的

知見が驚くほど少ない。本研究では、最先端のマルチビ

ーム測深などを用いて浅海域から沿岸域の精密地形図を

作成し、未知の海域を可視化する。その上で浅海底地形

学を開拓し推し進めるとともに、自然科学諸分野から人

文・社会科学に至る学際研究をすすめ、総合的環境理解

へと繋げることが目的である。ここでは未踏査域の三次

元海底地形図上に学際的フィールド研究の成果を載せる

ことによって、新たな発見が期待される。研究計画の第

3年度にあたる本年度は、沖縄県の久米島はての浜で実

施した流動観測の結果を解析した。台風の接近に伴い、

サンゴ礁周辺の海水流動パターンが大きく変化するよう

すが捉えられた。この海域では、マルチビーム測深が実

施されており、今後、地形に効果も含めた統合的な解析

が実施される。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］海洋探査、地形、サンゴ礁、可視化、防

災 

 

［研 究 題 目］浅部マグマ過程のその場観察実験に基づ

く準リアルタイム火山学の構築 

［研究代表者］中村 美千彦（東北大学） 

［研究担当者］下司 信夫（地質情報研究部門）、 

中村 美千彦（東北大学）、奥村 聡

（東北大学）、小園 誠史（東北大学）、

上杉 健太朗（高輝度光科学研究センタ

ー）、三宅 亮（京都大学） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 火山の火道浅部に上昇したマグマは、減圧脱水作用に

よりに置かれ、微細な結晶の晶出が進んで粘性が急激に

上昇する。本研究は、これまで未解明である減圧脱水結

晶作用による粘性上昇の速度過程を、その場観察実験に

より明らかにすることを目的とする。さらに発泡苦鉄質

マグマの変形実験により、噴火の駆動力を左右する「浸

透流脱ガス」のメカニズムを調べる。この両者を火道流

物理モデルに組み込むことで、実際のマグマ貫入イベン

トの圧力―時間履歴に即した準リアルタイムでの活動推

移予測を目指すものである。本研究のうち、実際の爆発

的噴火によって噴出したマグマ物質の微細組織の記載や

その解析を担当した。本研究においては、噴火の詳細な

推移の復元とその噴出物との対応を行うため、桜島にお

いてリアルタイムの降灰採取と噴火状況の対比を行った。

特に、2017年3月末から再活動した南岳・昭和火口の噴

出物を時系列に沿って採取・解析し、電子顕微鏡等を用

いてその微細組織の解析を実施した。2017年8月に発生

した桜島昭和火口の連続噴火時の火山灰の特徴とその時

間変化から、昭和火口へのマグマの上昇・結晶化及び粉

砕過程を復元した。また、三宅島において歴史時代の噴

出物の採取及び野外での産状の観察を実施し、噴出物の

微細組織変化を用いて、歴史時代に発生したマグマ水蒸

気爆発の発生場についての解析を実施した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 
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［キーワード］マグマ、噴火、高温高圧実験 

 

［研 究 題 目］複合機能プローブシステムによるバイ

オ・ナノ材料の分子スケール機能可視化 

［研究代表者］山田 啓文（京都大学） 

［研究担当者］平田 芳樹（健康工学研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、高感度・高分解能周波数変調原子間力顕

微鏡法（FM-AFM）をその動作基盤とする3次元フォー

スマップ技術をさらに高度化し、AFM 探針の精密運動

制御法を新たに開発するとともに、応答信号の実時間運

動解析を取り入れることで、複雑な3次元構造をもつ生

体分子に対しても安定なフォースマップ測定を実現する。

これにより、生体分子の極近傍領域における水和構造

力・電荷密度・揺らぎ分布の可視化、さらには単一分子

レベルでの生体分子間認識・相互作用計測を可能とし、

微視的固液界面物性という物理的視点に立脚した、新た

な3次元相互作用力可視化技術を実現することを目的と

している。 

 本年度は3次元フォースマップを適用する生体分子試

料の探索を中心に行った。具体例としては脂質膜に吸着

して2次元結晶を形成するアネキシン V や、水溶性のモ

ノマータンパク質が脂質膜表面に吸着してオリゴマーを

形成し、膜中に細孔を形成する微生物由来の毒素タンパ

ク質等の分子イメージングを試みた。アネキシン V に

関しては負電荷を有する脂質を含有する膜表面で p3-p6

回転対称を持つ2次元結晶を形成させることができた。

さらには、異種の水溶性タンパク質や金属ナノ粒子を配

列させるテンプレートとして利用できることも示した。

細孔形成タンパク質については、ストレプトリシン O

（SLO）とαヘモリシン（HL）について検討を行った。

SLO はレセプターである脂質中のコレステロールが膜

中に分散している必要があり、相分離が生じた脂質膜表

面には吸着しても細孔形成は確認できなかった。一方、

脂質膜にレセプター成分が必要無い HL は様々な組成の

脂質膜中に侵入して、表面に6両体もしくは7両体の構

造を形成可能であることを明らかにした。表面水和構造

計測や電気生理計測に向け、多孔性ポリマ膜上に脂質膜

を形成し、そこに HL を挿入する実験も行なったが、ポ

リマー上に形成させた脂質膜の運動抑制が困難であり、

分子レベルの解像度は得られなかった。次年度以降、生

体分子配列表面や細孔近傍の3次元フォースマッピング

を行い、生体分子間認識・相互作用のを可視化実験を計

画している。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］周波数変調型原子間力顕微鏡 

（FM-AFM）、水和構造、毒素、ヘモリ

シン 

 

［研 究 題 目］layer transfer による高移動度材料3次元

集積 CMOS の精密構造制御 

［研究代表者］入沢 寿史（ナノエレクトロニクス研究

部門） 

［研究担当者］前田 辰郎、内田 紀行、 

Wen-Hsin Chang（常勤職員4名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 3次元スタック CMOS 構造形成に向けた低コスト な

layer transfer 技術として、epitaxial lift-off（ELO）技

術について検討を進めている。具体的には、良質な界面

形成技術、膜厚制御性向上技術、表面平坦性向上技術等

を検討しており、今年度はこれら技術のデバイス特性向

上における有用性、およびその詳細な物理的起源の検証

を行った。 

 まず、Ge／絶縁膜界面に Si パッシベーション層を挿

入する事で、荷電散乱体による散乱が抑制され、キャリ

ア輸送特性が向上する事が分かった。また、界面準位密

度の低減により、トランジスタのスイッチング特性の急

峻化も同時に確認された。次に、Ge 層の膜厚を精密に

制御するための SiGe エッチストップ層を導入すること

で、最終的に得られる Ge 層の膜厚均一性を大幅に向上

させる事に成功し、従来問題となっていた膜厚揺らぎに

起因する散乱を抑制出来る事が分かった。さらに、Ge

表面に連続的に酸化とエッチングを施すことで、Ge 表

面の平坦性が向上し、表面荒れに起因する散乱が低減出

来ることが分かった。これらの技術を駆使する事で、従

来の2倍の移動度を有する極薄（10 nm）Ge 層の形成に

成功した。今後は、開発した高品質 Ge スタック技術に

よるデバイスの3次元集積化を進めていく。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造   

［キーワード］三次元構造、半導体転写、化合物半導体、

ゲルマニウム、トランジスタ 

 

［研 究 題 目］layer transfer による高移動度材料3次元

集積 CMOS の精密構造制御 

［研究代表者］前田 辰郎（ナノエレクトロニクス研究

部門） 

［研究担当者］前田 辰郎、入沢 寿史、内田 紀行、 

Wen-Hsin Chang（常勤職員4名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 3次元スタック III-V/Ge CMOS 構造形成の基礎とな

る layer transfer 技術について、layer transfer する層

の母材となる元基板が再利用できる、産業的に cost 

effective な layer transfer 技術の候補として、smart 

cut 技術と epitaxial lift-off (ELO)技術について、結晶

および界面品質の検討を進めている。 

 Ge の ELO 技術では、転写前のエピ構造に SiGe 系の

ヘテロ構造を施す Hetero-Layer Lift-Off 法（HELLO

法）の開発を試みた。Ge の接合界面の Si によるパッシ

ベーション、最終的な Ge 層の膜厚を精密に制御するた
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めの SiGe エッチストップ層などをエピ構造に導入する

ことで、Ge 結晶性を維持しつつ、10 nm 以下の膜厚制

御が可能であることが明らかになった。さらにこの薄膜

Ge 層を用いて、MOSFET を試作し、本 layer transfer

の手法の有効性を検証した。一方、直接 ELO 転写によ

る III-V-OI 作製にむけて GaSb 系 InAs ヘテロ接合につ

いての事前検討を行った。 

 また、3次元スタック III-V/Ge CMOS 実現のための

コテクティビティ技術を検証するために、転写技術によ

る FET の複数積層技術を開発した。Ge の ELO 転写同

一基板上で2回繰り返すことで、上下に Ge FET／絶縁

膜／Ge FET／絶縁膜／Si 基板構造を有する3次元

CMOS 向けの構造を作製した。2回目の layer transfer

の際には、貼り合わせる基板側にデバイス等の段差が生

じるためその表面平坦性の確保し、2段積層は可能であ

ることが明らかした。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造   

［キーワード］三次元構造、半導体転写、化合物半導体、

ゲルマニウム、トランジスタ 

 

［研 究 題 目］アパレルの質と国際競争力向上の基盤と

なる日本人の人体計測データの構築と多

角的分析 

［研究代表者］大塚 美智子（日本女子大学） 

［研究担当者］持丸 正明、河内 まき子（以上、人間

情報研究部門）（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

【目標】 

本研究の目的は、全国規模の人体計測を実施し、最新

の日本人の体型を分析するとともに、三次元計測と伝統

的手計測との互換性を明らかにし、グローバルな視点か

ら国際比較を可能とするデータベースの基盤を作り、あ

わせて世界初の衣料サイズに対応する三次元人体標準サ

イズモデルの基盤を構築することである。また、これら

に基づいて JIS、ISO 衣料サイズの規格化を目指す。 

【研究計画】 

平成25年からの5年計画の研究で、日本の10地域を対

象に各年代男女100名、計4000名のデータを採取する。

このうち2000名については、三次元計測を実施し、ア

パレル設計に向けて体型の分析、類型化を行うとともに、

地域差、年齢差の比較を行う。平成25年度では計測条

件・項目の決定、首都圏・関西での計測を行う。平成

26年度以降は、全国各地域での計測とデータ分析を進

めるとともに、国内外のデータや各国標準を調査し、

JIS、ISO 規格化に向けた検討を行う。 

【年度進捗状況】 

研究担当者は、本研究における計測項目選定に関する

助言、計測の品質管理に関する助言、三次元体型データ

の分析技術の提供、ならびに、ISO 規格化を目標とし

た海外の人体計測データや各国標準の動向調査を担当す

る。平成29年度は、最終年度にあたり、平成28年度ま

でに収集した三次元体型データのモデル化と統計分析に

ついて技術提供をした。また、ISO ならびに IEEE で

進められている三次元体形データの処理方法に関する国

際標準化の動向情報を提供するとともに、衣服サイズの

国内標準改定への成果適用について助言を行った。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］デジタルヒューマン、人間工学、被服構

成学 

 

［研 究 題 目］マルチラジカル性を有する開殻超分子系

の光磁気機能物質の創成 

［研究代表者］鎌田 賢司（無機機能材料研究部門） 

［研究担当者］鎌田 賢司（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 開殻性を有するナノサイズ分子性物質は磁性に加え、

従来の閉殻系を凌駕する導電性や光学特性等を示す可能

性があるために注目されている。本研究では複数の開殻

部位を有する開殻超分子系について、開殻性を表す化学

的指標である「開殻因子」に基づいて光磁気機能発現機

構を解明して、開殻分子の化学的修飾、電場印加等の物

理的摂動、溶媒や結晶場等の環境効果が開殻因子に与え

る影響を明らかにする。その結果、開殻因子の制御に基

づく光磁気機能の発現およびその制御理論の構築を全体

目的とする。そのために新規開殻性化合物の溶液ならび

に固体薄膜における二光子吸収等の開殻因子との関連が

期待できる光学物性を実験的手法により解明する。 

 本年度は、開殻性を有する化合物の微結晶状態の試料

について、その二光子吸収測定に取り組んだ。赤外吸収

分光などで用いられるペレット作製法を応用して、破

砕・粉末化した試料を固体溶媒と混合して成型した。こ

の様な成型試料では、その内部不均一性による光散乱が

測定時に懸念されたが、光散乱によるプロファイルを測

定して、それを用いて光散乱の補正を行なった。補正さ

れたプロファイルから、粉末状態の1分子あたりの二光

子吸収強度を決定することに成功し、近赤外波長域で溶

液状態の試料に比べて増強されることを見出した。この

ことは固体中で隣接する開殻性分子間で特異的な相互作

用が生じていることを示唆しており、今後の光制御デバ

イスなどへの応用に向けた知見を得た。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］開殻電子構造、ラジカル、二光子吸収、

結晶性固体 

 

［研 究 題 目］全身感覚運動情報の多相計測と能動再構

成に基づく身体性変化即応認知行動機能

の研究 

［研究代表者］國吉 康夫（東京大学） 

［研究担当者］長久保 晶彦（知能システム研究部門） 

（常勤職員1名） 
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［研 究 内 容］ 

 本研究は、身体や環境の障害や道具使用等の際に即応

変化し、認知行動能力の適応・再利用を可能とする身体

図式の解明と構成を行うことで、状況変化に対する即応

能力の構成方法の基盤構築を目的とする。従来のロボッ

ト分野で試みられてきた限定された感覚運動情報に基づ

くモデル化とは異なり、人間は全身感覚運動情報の超モ

ダリティ構造を能動的に抽出・活用していると考えられ

ることから、これまでに開発してきた全身感覚運動の計

測技術とロボット技術を統合し、人間の入出力計測とそ

の能動的再構成に関する実験を通して新たな身体図式モ

デルの構築を試みる。本年度は、即応的に適応するシス

テムを特に触覚センシングの情報処理の面から実現する

際、重要となる衝突など高周波帯域の接触情報のセンシ

ングにおいて、デバイス保護や圧力拡散のための表皮の

柔軟素材の低周波帯域性が相反関係となる問題に対し、

小型加速度センサを柔軟素材内に配置することで接触に

よる初期振動や変形の情報を近接センサ的に取得し、さ

らに触覚センサのマトリクス配線の列単位スキャンを併

用することで高速な初期接触検出を可能とした。このよ

うなデバイスはソフトなロボットや介護機器など実用化

においても有用と考えられる。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］人間計測、触覚センサ、適応行動 

 

［研 究 題 目］森林生態系の炭素代謝プロセス動態の時

空間的変動機構の統合的解明と温暖化影

響予測 

［研究代表者］村山 昌平（環境管理研究部門） 

［研究担当者］村山 昌平（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、森林生態系の炭素循環ならびに炭素

固定機能を決める生態系呼吸の動態メカニズムと林冠光

合成生産力の関係を、生態系生理学的手法と大気化学的

手法を結合したアプローチにより解明し、森林生態系機

能の機構解明と変動予測研究の精緻化を進めることであ

る。落葉広葉樹林と常緑針葉樹林を対象として、森林葉

群の生理生態（光合成、呼吸）、土壌呼吸、森林二酸化

炭素（CO2）フラックス、近接リモートセンシング等の

複合的観測と安定同位体分析を組み合わせることにより、

生態系呼吸プロセス（枝、幹、土壌呼吸）の時間的変動

と環境応答特性と、林冠光合成生産力のフェノロジーの

関係に基づいて、光合成から呼吸に至る炭素分配・代謝

フラックスの動態機構を解明し、森林炭素動態の詳細・

広域評価を展開する。これらのうち、産総研では大気化

学的手法によるアプローチを担当する。 

 H29年度は、岐阜県高山市の落葉広葉樹林観測地にお

いて、CO2フラックス、大気中 CO2濃度、気象の連続観

測および大気、土壌空気、降水、土壌水、大気中水蒸気

の同位体観測を継続した。酸素同位体を用いた生態系呼

吸に占める土壌呼吸の割合の推定を行い、土壌呼吸の割

合が春から秋にかけて増大する季節的変化を明らかにし、

他手法の推定結果と整合的なことを示した。推定精度の

向上のためには、観測および解析手法の改良が必要であ

ることが示唆された。これまでの CO2フラックス観測

から、年間積算正味 CO2吸収量は夏季の天候に依存す

ること、春先の気温が高いと樹木の展葉時期が早まり光

合成活動が早期に活発化すること、秋に気温が高く日射

量が低い場合には生態系呼吸が増大することが示された。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］炭素収支、安定同位体、森林生態系、生

態系呼吸 

 

［研 究 題 目］サービスイノベーションにおける科学

的・工学的手法の役割と価値に関する基

礎的研究 

［研究代表者］日高 一義（東京工業大学） 

［研究担当者］持丸 正明（人間情報研究部門）、 

戸谷 圭子（明治大学） 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

【目標】 

 本研究の目的は、サービスイノベーションにおける科

学的・工学的手法の役割と価値を解明し、体系的に整理

をし、サービスの生産性と質の向上の為の科学的・工学

的手法の効果的利用を促進することにある。 

【研究計画】 

 平成26年度から30年度までの5年計画で、（1）サービ

スを業種ではなくサービス特性により分類・整理するこ

とを通じてサービスの本質を理解し、（2）この方法で

分類・整理されたサービスプロダクトおよびサービスプ

ロセスに対して有効に働く科学的・工学的手法はどのよ

うに分類・整理されるのかを研究し、（3）結果を体系

化する。 

【年度進捗状況】 

 本研究では、サービスイノベーションにおける科学

的・工学的手法の調査・研究として、製造業のサービス

化に着目した調査を実施している。平成28年度に実施

した Web によるアンケート調査を、さらに平成29年度

にも実施した。2年間の定点調査から、製造業のサービ

ス化の障壁には、企業文化やリーダーシップなどの経営

学的支援が求められる要因と、顧客情報を企業の知識価

値に繋げるなど、IoT や AI で支援可能な要因があるこ

とが明らかになった。いずれのサービス段階においても

サービス人材の不足が最大の障壁であることも明らかに

なった。これらの成果については、製造業のサービス化

に 関 す る 国 際 会 議 で あ る Spring Servitization 

Conference 2017（ルツェルン、スイス）で発表した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］デジタルヒューマン、サービス工学 
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［研 究 題 目］印刷技術を用いた両親媒性分子による独

立二分子膜の構築と選択的イオン透過

膜の創成 

［研究代表者］長谷川 達生（フレキシブルエレクトロ

ニクス研究センター） 

［研究担当者］長谷川 達生、峯廻 洋美、荒井 俊人、

浜井 貴将、山田 詩乃 

（常勤職員1名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、近年、機能性電子材料の新しい製膜パター

ニング法として電子デバイスを簡易に製造できると期待

される印刷技術を活用し、非対称な両親媒性有機分子に

よる独立二分子膜を、望みの位置に望みの数だけ構築・

配列する技術の開発と、それらの応用展開を目的とする。

本年度は最終年度として、フラストレーション効果によ

り構築した単層2分子膜の評価をさらに進めるとともに、

他の分子系への拡張と、応用展開を目指した分子センサ

ー動作の検証を実施した。まず6インチシリコンウエハ

ー上に形成した大面積（10 cm×10 cm）の単層2分子膜

について、薄膜内の単結晶ドメインの広がりと各々の結

晶方位を、自作のクロスニコル観察法により確認した。

また詳細な偏光吸収スペクトル測定により、単層2分子

膜内での分子配列構造が、結晶場と励起子間相互作用に

もとづくダビドフ分裂に大きく反映されることを明らか

にした。これにより、単層2分子膜の層内分子配列が短

鎖長分子により決定づけられていることを確認した。さ

らに拡張パイ電子骨格を持ち熱安定性に優れた別種の有

機半導体分子を用いて、BTBT 系と全く同様な単層2分

子膜構造の構築が可能なことを確認した。以上に加え、

単層2分子膜が超極薄の半導体であるという特徴を活用

した超高感度分子センサーとしての応用を検討した。そ

の結果、水蒸気濃度等の外部環境のわずかな変化により、

単層2分子膜からなる極薄トランジスタの電流値が敏感

に応答することを確認した。以上により分子レベルの表

面吸着や化学反応を制御できる究極の機能性人工超薄膜

への展開について検討を進めた。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］プリンテッドエレクトロニクス、有機エ

レクトロニクス、両親媒性分子、有機

半導体、イオン透過膜 

 

［研 究 題 目］フェムト秒電子バンチの6D 位相空間分

布計測可能な単一ショット非破壊モニタ

ーの開発 

［研究代表者］黒田 隆之助（分析計測標準研究部門） 

［研究担当者］黒田 隆之助、平 義隆 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、理化学研究所が実施している極短電子バ

ンチを10 fs の時間分解能で計測する電子ビームモニタ

ー開発に参画している。産総研では、S バンド小型リニ

アックを用い、フォトカソード RF 電子銃からの高輝度

電子ビームを S バンド帯定在波型加速管により約40 

MeV まで追加速し、磁気パルス圧縮器によりフェムト

秒領域までパルス圧縮し、キロアンペア級ピーク電流量

の電子パルスを生成している。この高輝度・超短パルス

電子ビームを各種ターゲット材料に照射することでコヒ

ーレント放射光を生成することが出来る。テラヘルツ領

域のコヒーレント放射光では、その検出には、ショット

キーバリアダイオード（SBD）や、広帯域検波器を用

いている。コヒーレント遷移放射光の実験では、EO 結

晶を用いた EO サンプリング法によるテラヘルツの時間

波形取得方法の開発も進めた。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］電子ビーム診断、コヒーレント放射、回

折放射、EO サンプリング 

 

［研 究 題 目］大規模 SSPD アレイによるシングルフ

ォトンイメージング技術の創出 

［研究代表者］日高 睦夫（ナノエレクトロニクス研究

部門） 

［研究担当者］日高 睦夫、永沢 秀一、浮辺 雅弘 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

目標および研究計画 

 超伝導単一光子検出器（SSPD）は、高検出感度、低

暗計数率、高計数率、低ジッター、広波長帯などの優れ

た特徴を持ち、すでに量子鍵配送実験などで数多くの採

用実績がある。これまで単ピクセル素子の高性能化に焦

点を当てた研究開発が行われてきた。他ピクセル化によ

る高速化や2次元イメージングを可能とし、バイオ・医

療等のライフサイエンス、宇宙通信等の新しい応用への

活用を目指す。本研究では、多ピクセル SSPD の出力

を超伝導デジタル回路である SFQ 回路で処理するため

のプロセス開発を行う。 

年度進捗状況 

 64ビット SSPD の多重読み出し SFQ 回路の作製を

STP2プロセスと名付けられた超伝導集積回路作製プロ

セスを用いて行った。その結果64ビットの SSPD 信号

が1本の出力線で正常に読み出せることが確認できた。

NbN を材料とする SSPD と Nb が材料である SFQ 回

路をモノリシック化するための作製プロセス開発を前年

度に引き続き行った。NICT が作製した NbN の16ビッ

ト SSPD 上に産総研 CRAVITY において SPT2プロセ

スを用いた SFQ 読出し回路を作製した。前年度に問題

となった SiO 絶縁膜が SFQ プロセス途中に剥離する問

題点を絶縁膜を SiO2に変更することによって解決した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造   

［キーワード］超伝導エレクトロニクス、ジョセフソン

接合、超伝導集積回路プロセス、SFQ
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回路、SSPD、モノリシック回路 

 

［研 究 題 目］地球史海洋底断面復元プロジェクト：太

古代から原生代への環境大変動解明 

［研究代表者］清川 晶一（九州大学） 

［研究担当者］後藤 孝介（地質情報研究部門）、 

清川 晶一（九州大学） 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

地球大気に存在する酸素は、植物やプランクトンなど

による光合成が主な起源であり、大型生物の代謝過程に

使用されている。そのため、過去の地球において大気酸

素濃度がどのように変遷してきたかを復元することは、

生命進化の偶然性・必然性を理解するための重要な基礎

情報となる。今から25～22億年前の原生代前期では、

シアノバクテリアのような原始的な酸素発生型光合成生

物の活動によって、大気酸素濃度が大きく上昇した可能

性が提唱されている。このイベントは、大酸化イベント

と一般に呼ばれているが、酸素がどのように大気中に蓄

積したかは理解されていない。例えば、出現した酸素に

富む大気は不安定で、再び貧酸素環境に逆戻りした可能

性も言われている。そこで本研究では、原生代前期の堆

積岩を含むコア試料を用いて、当時の地球表層酸化還元

環境の復元を試みた。本年度は、特にコア試料に見られ

る硫化物の産状に着目し、走査電子顕微鏡を用いた岩石

剥片の観察を行った。その結果、浅海域で堆積した砂岩

質のコア試料には、砕屑性と考えられる硫化物が含まれ

ることを確認した。大陸地殻に見られる硫化物は、酸素

に富む環境では、化学風化によって酸化されて溶解する。

そのため、砂岩中に砕屑性の硫化物が含まれることは、

酸化的な化学風化が起きない還元的な環境が、当時は支

配的であったことを示している可能性が高い。今後、堆

積岩の年代決定や化学分析を行い、大気進化の歴史をよ

り詳細に理解していく予定である。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］地球史解読、大酸化イベント 

 

［研 究 題 目］高齢者、介護スタッフの思いを記録し記

憶へと繋ぐシステム 

［研究代表者］桑原 教彰（京都工芸繊維大学） 

［研究担当者］三輪 洋靖（人間情報研究部門）、 

渡辺 健太郎（人工知能研究センター） 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

認知症高齢者向けの介護施設であるグループホームで

の生活は、介護スタッフと高齢者の間の信頼関係が欠か

せない。一般に、施設での体験を介護スタッフと高齢者

が共有し、相互に信頼関係を構築していく。しかし、施

設への入居直前や直後等、介護スタッフは入居前に本人、

家族からヒヤリングした生活の記録を拠り所に、高齢者

にアプローチすることになり、高齢者自身の急激な環境

変化と相まって、その信頼構築が困難な場合がある。そ

こで、本研究では、介護施設が高齢者自身にとって安ら

ぎの空間になることを目指し、過去の記憶だけでなく現

在の生活での様々なバーバル、ノンバーバル情報を記録

し断片を紡ぎ、本人が幸せを感じられる記憶の形成を補

助するシステムの開発を目的とした。 

そこで、現場のデータ収集において、多様なシステム

からのデータを統合することで、サービス現場の業務プ

ロセスを多面的に表現するコト DB の活用を行っている。

平成29年度は、コト DB 上でのデータ間連携について

検証を行った。検証には、介護施設におけるセラピーセ

ッションの仮想シナリオを設定し、入居者の事前状態の

記録（DANCE）、介入プラン（DRAW）、セッション

当日の様子の映像記録（ドローンカメラ）、入居者とぬ

いぐるみの接触情報（センサ付ぬいぐるみ）、入居者の

その後の経過観察（DANCE）の情報を用い、コト DB

上で一連の関連情報として提示することができることを

確認した。これより、コト DB が現場の状況や職員の気

づきの記録も含め、多面的に介護サービスにおける業務

プロセスを表現できたと考える。 

今後は、コト DB のコンセプトをさらに発展させ、サ

ービス現場への実装を含め、社会により根ざした研究を

目指す。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］介護サービス、認知症ケア、コト DB 

 

［研 究 題 目］超並列アナログ脳型 LSI に向けたナノ構

造メモリ素子とその集積回路化の研究 

［研究代表者］遠藤 和彦（ナノエレクトロニクス研究

部門） 

［研究担当者］遠藤 和彦（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 近年、従来の機械学習方式の性能を大幅に凌駕するデ

ィープ・ラーニング（深層学習）が注目を集めており、

脳型情報処理方式の重要性が増している．脳型情報処理

を実現する鍵は、ゆらぎを利用した多彩な時空間ダイナ

ミクスに基づく超並列処理と、柔軟なアナログ学習機能

である．これらは既存の CMOS ディジタルシステムの

不得意とするところであり、本研究ではそれを補完する

新デバイスを開発して、最先端ディジタルデバイスであ

る FinFET と結合することで、新世代情報処理システ

ムを構築することを目的としている。 

 本研究では、時空間情報処理を物理的に実現する実ニ

ューロン方式脳型集積システム構築のために、分子の自

己組織化機能によるナノ構造作製技術を駆使して、制御

性の高いアナログ記憶・学習機能素子を開発すると共に、

ゆらぎを利用する脳型情報処理素子と回路を新たに開発

している。特に、電子のトンネル伝導の揺らぎを利用す

るナノディスクアレー（NDA）をゲート電極近傍に備
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えた、新しい構造のフィン型トランジスタ（NDA-

FinFET）を開発し、多入力 NDA-FinFET において時

間軸で積和演算が可能な素子を実現した。 

本年度は、抵抗変化体と FET を結合したアナログ演

算素子のデバイス試作を進め、抵抗変化体の加工方法の

検討と電気特性の解析を進めた。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造   

［キーワード］ナノディスクアレー、脳型情報処理、フ

ィン型トランジスタ 

 

［研 究 題 目］西部北極海の海氷減少と海洋渦が生物ポ

ンプに与える影響評価 

［研究代表者］小野寺 丈尚太郎（海洋研究開発機構） 

［研究担当者］小野寺 丈尚太郎、田中 裕一郎（地質

情報研究部門）(常勤職員1名、他1名) 

［研 究 内 容］ 

 北極海では、近年夏季の海氷の融解が顕著となり、海

洋一次生産者など生態系の生態系や物質循環に影響を与

えていると考えられることから、北極海の環境動態に注

目が集まっている。本研究では、カナダ海盆南西部から

チャクチ海西部縁辺を対象に、海洋物理場、プランクト

ン群集分布と生物起源沈降粒子の観測データを取得し、

北極海の海氷現象が海洋表層物理場と生物群集や物質循

環に及ぼす影響評価を複数年に渡って調査し、その経年

変化の解明を行うものである。そのプランクトン群集分

布と生物起源沈降粒子の観測データ取得や生態系の経年

変化を観測の一環として、海洋研究開発機構所有の海洋

地球研究船「みらい」により、北極海の深海平原地点に、

生物起源沈降粒子を捕集するためのセジメントトラップ

の投入作業を行った。同海域に2015年に投入し2016年

に回収した2測点のセジメントトラップ係留系では、沈

降フラックスの経年変化が分析され、いずれも1月と4

月、10月に沈降粒子量のピークが認められた。同トラ

ップ試料の円石藻遺骸について検鏡を試みたが、産出は

認められなかった。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］地球温暖化、北極海、海洋生態系、海洋

観測、沈降粒子 

 

［研 究 題 目］サプライチェーンが産み出す価値と環

境・資源ストレスの統合的ホットスポッ

ト分析 

［研究代表者］工藤 祐揮（安全科学研究部門） 

［研究担当者］工藤 祐揮、田原 聖隆（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 サプライチェーンに潜在するストレス要因のホットス

ポットを特定することで、その持続可能性を高めること

が求められるが、そのための分析手法は未成熟な状況に

ある。本研究では、国産製品のサプライチェーン（国内

産業および輸入原料を含む）を対象として、国内外の地

域レベルおよび地球レベルで発生する環境・資源ストレ

スのホットスポット分析の枠組み・指標・原単位を確立

する。まず、環境・資源・社会面の評価領域を定義し、

地域レベルの統計や国際物質フロー分析を活用してスト

レス指標を開発する。将来的に需要量・生産量が増加す

ることが想定される製品やエネルギーを対象とした事例

分析に適用し、それらの潜在的なストレス要因のホット

スポットを特定する。さらに、分析方法のアルゴリズム

および原単位のデータベースを実装することで、ホット

スポット分析の汎用的な枠組みを構築することを目指し

ている。平成29年度は、化学製品に関する国内生産拠

点の所在地と生産能力のデータを調査し、これを地震予

測のメッシュデータと対応させることにより、生産能力

に基づく地震リスク指標を算定した。 

［領 域 名］エネルギー・環境  

［キーワード］サプライチェーン、環境・資源ストレス、

ホットスポット、再生可能資源、地震リ

スク、サプライチェーンマトリクス 

 

［研 究 題 目］Er ファイバーコムを用いた可視域デュ

アルコム分光技術の開発 

［研究代表者］大久保 章（物理計測標準研究部門） 

［研究担当者］大久保 章、稲場 肇、住原 花奈 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 光コム2台を使うデュアルコム分光法は、従来のフー

リエ変換分光法と比べて分解能が高くかつ測定時間が短

いため、燃焼ガスの分析などに役に立つと期待され、そ

の実用化が望まれている。しかし、Erファイバーコム

を用いた可視域のデュアルコム分光はまだ実現されてい

ない。高効率の非線形波長変換デバイスによる光コムの

広帯域化メカニズムを解明し、可視域のデュアルコム分

光計を構築し、Erファイバーコムによる信頼性の高い

デュアルコム分光を実証することを目標とする。 

 研究計画としては、まず近赤外の Er ファイバーコム

による広帯域可視光コムの発生という課題を取り上げ、

導波路型周期分極反転 LiNbO3結晶による広帯域近赤外

コムから広帯域可視コムへのダイレクトな波長変換を実

施し、そのメカニズムを解明する。さらに、発生した広

帯域可視コムを用いてデュアルコム分光計を構築し、ヨ

ウ素分子などを観測して実証を行う。また、新たに開発

された分光計の性能評価を行い、その信頼性に関しても

総合的な検証を行う。 

 平成29年度は、チャープ付き導波路型PPLN 結晶を

用いてErファイバーコムの波長1.5 m帯の光コムの3 

倍波を発生させ、デュアルコム分光による500 nm 帯の

よう素分子の吸収スペクトルを観測した。まずは、532 

nm帯の光コムを光バンドパスフィルタで切り出し、そ

の範囲で観測された吸収線をよう素吸収線の周波数リス

トと照合し、一致することを確認した。SN比を改善す
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るために、コールドトラップを用いた吸収スペクトルの

規格化や、背景フィッティングを用いた規格化を試みた。

その結果、背景フィッティングが有効であることが分か

った。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］光コム、デュアルコム、分光、ガス分析 
 

［研 究 題 目］日本内湾の堆積物を用いた高時間解像度

の環境復元と人間社会への影響評価 

［研究代表者］川幡 穂高（東京大学） 

［研究担当者］鈴木 淳、山岡 香子（地質情報研究部

門）（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

日本沿岸の湾内の水温が気温と高い相関を有するとい

う特性を活かして、沿岸堆積物柱状コアを用いてアルケ

ノン分析を行い、高時間解像度で高精度の気温復元と関

連環境指標の復元を行い、これらに影響を与えた自然環

境プロセスを明らかにするとともに、人間活動への影響

を評価する。そして、これらのデータに基づき、社会の

変化が人間社会の内部要因によるのかどうかを考察する。

最重要の目標は、弥生人が最初に日本に渡来した3,000

年前（14C 年代で紀元前10世紀）以降とするが、過去数

千年間についても自然環境プロセスとの関係を解析する。

本課題の研究は、1）自然の作用のみによる環境の定量

的復元、2）環境の人間活動への影響評価より構成され

る。本年度は、計画第3年目にあたり、沿岸堆積物柱状

コアの試料について、有機炭素濃度及び炭素窒素濃度比

分析を継続した。また、黒潮流軸に見られる特徴的な浮

遊性有孔虫 Pulleniatina obliquiloculata の極小事変に

ついての検討を進めた。縄文時代以降の日本の定量的復

元気温より、社会の大事変は大寒冷期に対応している可

能性が示された。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］古水温、弥生時代、縄文時代 

 

［研 究 題 目］地殻応力永年変動 

［研究代表者］山路 敦（京都大学） 

［研究担当者］大坪 誠（活断層・火山研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 前年度に引き続き沖縄県石垣島での琉球層群を対象に

野外調査を実施し、露頭規模で認定される断層および方

解石で充填された引っ張り亀裂を確認した。2017年度

までに取得したデータに対して応力逆解析を適用すると、

σ3軸の方向がほぼ水平で北東-南西方向もしくは北西-南

東方向の正断層型応力が検出された。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］琉球弧、沖縄トラフ、応力変化、沈み込

み帯、琉球石灰岩 

 

［研 究 題 目］水月湖と日本海の精密対比：ダンスガー

ド・オシュガーイベントの原因論をめざ

して 

［研究代表者］中川 毅（立命館大学） 

［研究担当者］池原 研（地質情報研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

福井県の水月湖とその沖合の日本海の古環境変動記録

を両者に共通して産出するテフラを介在に精密に対比す

ることにより、最終氷期に繰り返し起こった急激な気候

変動（ダンスガード・オシュガーイベント）の原因論に

迫ることが目標である。本年はこの目標のため、海域の

テフラ層序の高精度化を目指して酸素同位体層序の構築

が期待できる伊豆諸島周辺海域から採取されたコアの火

山灰分析と日本海の明暗互層のより長期的な対比を行い、

層序を確立した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］日本海、水月湖、テフラ、気候変動 

 

［研 究 題 目］氷成長抑制ポリペプチドと温度応答性

物質を用いた水・氷・霜の付着しない機

能面の研究 

［研究代表者］灘 浩樹（環境管理研究部門） 
［研究担当者］灘 浩樹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、空気流中の水滴、雪、氷粒子、水流中の氷、

さらには蒸気流が冷やされてできる霜が付着しないよう

に、ナノスケールの表面の凹凸が温度に応じて変わるこ

とができる新規な透明機能面を確立することを目的とす

る。その目的のもとにおいて、本研究の目標は、低温環

境下で生息する一部の生物が持つ不凍タンパク質にヒン

トを得た高分子と熱応答性高分子を結合して透明プラス

チック板に適切に固定した機能面を作製し、その機能面

に水滴、氷結晶、霜が着かないことを実験的に明らかに

することである。水滴、氷結晶、水蒸気は静止空気中と

乱流気相中の両方の場合を検討することに、分子動力学、

フェーズフィールド法、乱流直接数値シミュレーション

などを用いて水滴、氷結晶、霜が着かないメカニズムを

理解することも本研究の目標である。 

 本年度は、氷界面における不凍タンパク質の安定吸着

構造を効率良く解析するためのレア・イベント法（メタ

ダイナミクス法）によるシミュレーションに取り組んだ。

氷の形成や無機結晶表面への分子吸着のメタダイナミク

スシミュレーションを実施した結果より、通常の分子動

力学シミュレーションよりも一桁以上短いランで不凍タ

ンパク質の安定吸着構造決定が可能と見込まれる。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］凍結制御、不凍タンパク質、温度応答性

物質、シミュレーション、物質表面機能 
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［研 究 題 目］環境保全と社会受容性を踏まえた、「地

盤環境基準」の構築と実装のための戦略

研究 

［研究代表者］保高 徹生（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］保高 徹生（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、科学的根拠と社会受容性に基づき、新し

い“地盤環境基準”の構築と実装を目指す融合研究であ

る。本年度は、継続してバッチ型溶出試験の再現性確保

に関する検討を進め、振とう方法による影響、遠心分離

による影響について論文として取りまとめた。また、カ

ラム試験の試験条件が再現性に与える影響について、物

質の種類による影響を確認し、論文として取りまとめた。

さらに、物質移動シミュレーションに基づく不飽和帯の

リスク評価に関する研究を推進し、鉛に関して帯水層に

影響を与えない条件について整理した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］汚染土壌、重金属、リスク評価、試験方

法 

 

［研 究 題 目］シリカ膜のナノチューニングと超薄膜製

膜プロセッシングの確立 

［研究代表者］都留 稔了（広島大学 工学研究科） 

［研究担当者］伊藤 賢（物質計測標準研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 分子設計したアルコキシシランを出発原料として、シ

リカネットワークの間隙サイズを分子選択透過性の分離

原理とする Molecular-Net をナノチューニングし、超

薄膜アモルファスシリカ膜の製膜プロセッシングを確立

し、化学プロセスの革新的分離を可能とするため、実用

化を念頭においた超薄膜製膜の学理を明らかにするだけ

でなく、Molecular-Net 中の透過分子の移動現象を明ら

かとする。これにより従来の10倍以上の透過速度を有

する分離膜を開発するとともに、分離困難な各種気体お

よび液体分離プロセスの省エネルギー分離を可能とする

ことを目標とする。 

 本年度は蒸気吸着エリプソメトリー（EP）と陽電子

寿命法（PALS）による開発膜試料の評価を進め、分離

性能の起源解明のための知見を得た。シリカ系プラズマ

CVD 薄膜を作製し、細孔構造を両手法で解析した。さ

らに、細孔構造解析の高度化を図るため無機分離膜モデ

ル薄膜としてシロキサン系 CVD 膜を作製し、低速陽電

子寿命運動量相関測定（AMOC）法により化学状態解

析を試みた。成膜プロセスパラメータの異なるシリカ系

プラズマ CVD 膜の細孔構造安定性への550 ℃熱焼鈍お

よび経時の効果 EP をと PALS により調べた。その結果、

サブナノ細孔の開孔率と大きさが同時に変化することを

明らかにできた。さらに、TEOS と HMDSO の仕込み

比を変えて作製したシリカ／シロキサン系 CVD 膜を低

速 AMOC 測定により化学状態解析を行ったところ、膜

中のサブナノ細孔は炭素リッチであることを明らかにで

きた。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］陽電子消滅、吸着偏光解析、ナノ細孔、

分離膜 

 

［研 究 題 目］超伝導転移端センサが実現する粒子線治

療用線量標準の高精度化 

［研究代表者］浮辺 雅宏（ナノエレクトロニクス研究

部門） 

［研究担当者］浮辺 雅宏（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 極めて高いエネルギー弁別性能を有する超伝導転移端

センサ（TES）とグラファイト製重粒子線吸収体を組

み合わせたマイクロカロリメータを開発し、従来の電離

箱測定法では到達しえない優れた精度を有する重粒子線

絶対線量標準を確立する。さらにこの重粒子線 TES 検

出システムを水ファントム中に設置し、炭素線が水を通

過する距離を変化させ、水中での LET（線エネルギー

付与）深度分布をm オーダにて測定する。 

研究計画： 

 既に確立した硬 X 線γ線 TES 精密分光技術をベース

に、超伝導イリジウム温度センサとグラファイト重粒子

線吸収体を組み合せた検出器を作製し、炭素線ビームを

照射して絶対線量精密測定を実現する。そして既存電離

箱計測法と比較し、TES による線量測定法の不確かさ

低減を実証する。さらにこの炭素線検出用 TES を搭載

した冷凍機システムを水ファントム中に設置し、炭素線

ビームを照射しつつ、水ファントムを駆動させる等して

炭素線の水中通過距離を最小m オーダにて精密に制御

して、水層透過後の炭素線のエネルギーを精密に計測す

る。これにより、各測定点における炭素線エネルギーの

差分をとることで、水中での LET が詳細に得られる。

特にm オーダの分解能にて炭素線の水吸収 LET 分布

におけるブラッグカーブのピーク構造とピークの末端に

拡がる破砕核に起因したテール部の正確な把握・解明に

努める。 

年度進捗状況： 

 重粒子線 TES 検出器のメンブレン膜の作成を分担し

ている。TEOS-CVD 装置を使用する。TEOS-CVD 装

置の成膜条件の調整により100 MPa 以下の小さな応力

値を持つ絶縁膜を成膜、シリコン深掘りエッチング装置

により、その下部のシリコンの取り除き、自立メンブレ

ン構造を作製することに成功した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］超伝導転移端センサ（TES）、重粒子線、

LTE、絶対線量精密測定、ブラッグカー

ブ 
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［研 究 題 目］超伝導転移端センサが実現する粒子線治

療用線量標準の高精度化 

［研究代表者］清水 森人（分析計測標準研究部門） 

［研究担当者］清水 森人、黒澤 忠弘、佐藤 泰 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 超伝導転移端センサを用いて粒子線の Bragg ピーク

領域における吸収線量を精密評価するため、Bragg ピ

ーク近傍における放射線挙動を計算するモンテカルロシ

ミュレーションの開発に取り組む。 

 平成29年度はクラスター計算機上で、GEANT4を用

いた粒子線の線量分布計算を行うモンテカルロシミュレ

ーションの開発を行った。今後は、水カロリーメータお

よびグラファイトカロリーメータを用いて粒子線の絶対

線量計測を実施し、上記の計算結果と比較することで検

証を行い、高精度化を進める。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］粒子線、モンテカルロ計算、水吸収線量、

TES カロリーメータ 

 

［研 究 題 目］超伝導転移端センサが実現する粒子線治

療用線量標準の高精度化 

［研究代表者］神代 暁（ナノエレクトロニクス研究部

門） 

［研究担当者］神代 暁（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 重粒子線癌治療において被曝を最小限に抑えつつ高い

治療効果を得るには、体内の吸収線量分布の正確な把握

が必要不可欠である。本研究では極めて高いエネルギー

弁別性能を有する超伝導転移端センサ（TES）とグラ

ファイト製重粒子線吸収体を組み合わせたマイクロカロ

リメータを開発し、従来の電離箱測定法では到達しえな

い優れた精度を有する重粒子線絶対線量標準を確立する。 

さらにこの重粒子線 TES 検出システムを水ファントム

中に設置し、炭素線が水を通過する距離を変化させ、水

中での LET（線エネルギー付与）深度分布を測定する。

これにより鋭いブラッグピーク形状の高精度な検出のみ

ならず、核破砕片によるエネルギー付与も正確に把握し

うる。これらの知見・データは高精度な吸収線量予測に

必須であり、今後主流になると考えられるスポットスキ

ャニング照射での治療精度向上にも大いに役立つものと

期待される。今年度は、重粒子線 TES を模擬する硬 X

線 TES を接続した読出回路の動作を確認した。具体的

には、2画素の TES にホロミウム放射線源からの X 線

を照射し、その出力スペクトルを理論とフィティングす

ることにより、エネルギー分解能を求めた。その結果、

184 keV に対し約70 eV を得た。この値から、読出回路

由来の雑音は、その他（TES や冷凍機）起因の雑音に

対し、約60 %にとどまることがわかった。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］超伝導量子干渉素子（SQUID）、超伝導

転移端検出器（TES）、マイクロ波共振

器、周波数多重読出回路 

 

［研 究 題 目］超伝導転移端センサが実現する粒子線治

療用線量標準の高精度化 

［研究代表者］大野 雅史（東京大学） 

［研究担当者］黒澤 忠弘（分析計測標準研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

重粒子線がん治療において被ばくを最小限に抑えつつ

高い治療効果を得るためには、体内の吸収線量分布の正

確な把握が必要不可欠である。本研究では極めて高いエ

ネルギー弁別機能を有する超伝導転移端センサ（TES）

とグラファイト製重粒子吸収体を組み合わせたマイクロ

カロリメータを開発し、従来の電離箱では到達し得ない

優れた精度を有する重粒子線絶対線量標準を確立する。

また重粒子線 TES 検出システムを水中に設置し、炭素

線が水を通過する距離を変化させ、水中における重粒子

線の LET（線エネルギー付与）深度分布をm オーダ

ーで測定することを目標とする。H29年度は重粒子吸収

体の HIMAC での実験に携わった。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］超伝導転移端センサ、重粒子線 

 

［研 究 題 目］超伝導転移端センサが実現する粒子線治

療用線量標準の高精度化 

［研究代表者］佐藤 泰（分析計測標準研究部門） 

［研究担当者］大野 雅史、松崎 浩之（東京大学）、

松藤 成弘、坂間 誠（放射線医学総合

研究所）、大谷 知行（理化学研究所）、

浮辺 雅宏、神代 暁（ナノエレクトロ

ニクス研究部門）、清水 森人、 

黒澤 忠弘、佐藤 泰（分析計測標準研

究部門）（常勤職員5名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

重粒子線癌治療において被曝を最小限に抑えつつ高

い治療効果を得るには、体内の吸収線量分布の正確な把

握が必要不可欠である。本研究では極めて高いエネルギ

ー弁別性能を有する超伝導転移端センサ（TES）とグ

ラファイト製重粒子線吸収体を組み合わせたマイクロカ

ロリメータを開発し、従来の電離箱測定法では到達しえ

ない優れた精度を有する重粒子線絶対線量標準を確立す

る。さらにこの重粒子線 TES 検出システムを水ファン

トム中に設置し、炭素線が水を通過する距離を変化させ、

水中での LET（線エネルギー付与）深度分布をm オ

ーダにて測定する。これにより鋭いブラッグピーク形状

の高精度な検出のみならず、核破砕片によるエネルギー

付与も正確に把握しうる。これらの知見・データは高精

度な吸収線量予測に必須であり、今後主流になると考え
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られるスポットスキャニング照射での治療精度向上にも

大いに役立つものと期待される。 

  このため、放射性物質を密封した放射線吸収体を製造

する装置を開発した。本装置は、圧縮空気を発生する装

置と、この圧縮空気を用いて、放射性物質を内包した金

属箔を冷間鍛造する装置から成る。放射性物質を内包し

た金属箔は、フッ素系樹脂による薄膜で保護し、鍛造装

置に固着しないようになっている。金属箔に、放射性物

質を内包させるため、1枚の金属箔を粘着式ピンセット

で固定し、溶液を滴下乾燥させ、さらにその上に金属箔

を被せた。本装置をコールド試験した結果、放射性物質

を密封した放射線吸収体を製造できることが分かった。

今後、本吸収体を超伝導転移端センサに接合し、核破砕

片によるエネルギー付与に関する基礎的データを収集で

きるようにする。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］癌治療、重粒子線、超伝導転移端センサ、

放射線標準、グラファイト 

 

［研 究 題 目］放射線によるナノ粒子材料創成のその場

観察と機能材料の実用化 

［研究代表者］山本 孝夫（大阪大学大学院工学研究科） 

［研究担当者］田中 真悟、秋田 知樹（電池技術研究

部門）（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

本研究は、放射光 X 線を用いて還元と同時に行う

XAFS 測定を活用して、燃料電池電極や CO 酸化の触媒

材料などの触媒反応機構解明に挑戦する。また得られる

粒子材料の機能の測定や、構造解析も行い、構造と機能

の相関も研究する。加えて、優れた衛生繊維材料などの

開発研究を展開し実用化に近づけていくことも念頭にお

いている。これらを併せて、新たな高付加価値の製品製

造法を確立し、放射線利用の新たな価値を見出していく

ことを考えている。 

本研究に先立つ研究において、商用施設を用いた電子

線照射により水溶液中のイオンを還元して金属化し、液

中で直ちに担体上に安定化した担持型ナノ粒子材料を大

量に創成する手法を開発済みであり、一部は製品化やサ

ンプル出荷されている。本手法では、二元金属ナノ粒子

内の原子配列制御が可能であり、量産性も有している。

しかしながら、照射による粒子合成反応の過程に不明な

点が多い為、狙った構造への反応制御は未熟である。本

研究では、その部分の解決も視野に放射光（PF、

SPring8）を利用した XAFS、収差補正付電子顕微鏡、

XRD、ICP、FTIR 等の手法を活用し、放射光 X 線を粒

子合成と XAFS 解析の両方に活用し、粒子創成過程を

in-situ 観察するシステムの立ち上げを推進している。

さらに、照射で得られる特異な粒子構造と機能の相関を

追求するため、第一原理を中心とした計算材料科学手法

と組みわせた研究を展開する。 

 前年度は、炭素担持 PtCu 合金ナノ粒子の合成におい

て保護剤の役割を明らかにするために計算科学手法を適

用して、特有の吸着構造が存在する事がわかってきた。

保護剤の違いにより合金ナノ粒子のサイズやアルコール

酸化活性に違いがあること明らかにしてきた。今年度は、

PtCu 合金ナノ粒子上にクエン酸分子を吸着させたモデ

ルを作製し、安定な3配位吸着構造について計算科学手

法を用いて取り組んだ。カルボキシル基は、Pt あるい

は Cu に、水酸基は Cu に吸着して3配位の立体吸着構

造を作っていることが分かった。この構造が合金ナノ粒

子の凝集抑制に効果を及ぼしていることが考えられる。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］エネルギー・環境機能材料、触媒、ナノ

粒子 

 

［研 究 題 目］生物界の暗黒物質「未知アーキア」の解

明－分離培養で開拓する多様な新生物機

能－ 

［研究代表者］玉木 秀幸（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］玉木 秀幸（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 全生物は、ユーカリア（真核生物）、バクテリア、そ

してアーキアの三つのドメインに分けられることが知ら

れている。中でもアーキアドメインは、環境中に多様か

つ普遍的に存在しているが、ほとんどのアーキアは未だ

培養されたことがない機能未知な生物であり、最も理解

の進んでいない生物ドメインであることが明らかとなっ

ている。本研究では、新規培養技術と最先端の微生物機

能推定技術を活用することで未知アーキアの分離・培養

を実現し、アーキアの持つ多様で新しい生物機能を明ら

かにすることを目的としている。 

 今年度は、これまでに純粋分離・集積培養に成功した

未知アーキアについて、その生理性状を詳細に解析する

とともに、ゲノム情報解析を通じて、アーキアの基幹代

謝機能を明らかにするとともに、新機能解明に取組んだ。

さらに、いくつかの環境試料において未知アーキアが優

占しているサンプルが得られていることから、これらの

未知アーキアのゲノム獲得と集積培養化を図り、アーキ

アがもつ新生物機能の解明につなげてゆきたいと考えて

いる。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］未知アーキア、難培養微生物、分離培養、

培養技術、新生物機能、生物地球化学

プロセス、環境ゲノム解析、培養技術 

 

［研 究 題 目］三次元多様性を分子設計上の鍵概念と

する論理的創薬方法論の確立 

［研究代表者］周東 智（北海道大学大学院薬学研究院） 

［研究担当者］小松 康雄（生物プロセス研究部門） 

（常勤職員1名） 



研 究 

(874) 

［研 究 内 容］ 

 天然の DNA2重らせんは、アデニン：チミン、グア

ニン：シトシン間の塩基対によって形成される。これら

の塩基対は、水素結合と上下塩基対のスタッキング相互

作用によって維持されている。一般的に、水溶液中にお

ける重要な分子間相互作用には疎水的相互作用もある。

そこで本研究では、この効果を利用した人工塩基対を開

発する。本研究では、DNA2重らせんを形成する塩基対

結合に疎水的相互作用を利用した新たな分子認識機構の

確立を目指した研究を進めている。本研究は、北海道大

学大学院薬学研究科と共同で行う。 

H28年度では、直鎖のアルコキシ基が結合したフェニ

ル基を有する合成核酸（以下アルコキシ‐フェニル核酸）

が、側鎖を持たないフェニル核酸よりも2本鎖を安定化

する能力が高いことを明らかにした。H29年度は、アル

キル‐フェニル核酸誘導体を北大で合成後、産総研にお

いて DNA に導入して、2本鎖の安定化性能を融解温度

から評価した。その結果、上記核酸誘導体を2本鎖の相

補的な部位に導入した場合、アルキル‐フェニル核酸は、

アルコキシ‐フェニル核酸よりも2本鎖を安定化する能

力が高いことを見出した。さらにその安定性は、アデニ

ン：チミン塩基対の安定性に匹敵することも確認した。

この高い安定性には、2本鎖の向かい合った部位に位置

する側鎖のアルキル基間の疎水的相互作用が関与してい

る可能性が高いと現在考察している。今後、アルキル側

鎖の鎖長を変えるなど、さらに構造を変換した核酸誘導

体に関しても2本鎖の安定化能力を調べる。これにより

水素結合を持たなくとも安定な2本鎖を形成することが

可能な新規な核酸塩基対を開発する。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］核酸化学、DNA、分子認識、塩基対、2

重らせん 

 

［研 究 題 目］知識表現付き高精度3次元地図を用いた

自律協調型自動運転システムに関する研

究 

［研究代表者］佐々木 洋子（人工知能研究センター） 

［研究担当者］佐々木 洋子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 高齢者社会に備えた安全で快適なモビリティに向けて、

高精度3次元地図技術を利用した自律協調型自動運転シ

ステムの研究に取り組む。特に市街地を含む複雑な環境

での自動運転に向けて、高精度3次元地図に移動体や交

通状況に関する動的な情報を知識表現として追加する。

たとえば見通しの悪い交差点での制御方法や、歩行者と

出会いにくいルートを算出する方法など、潜在的リスク

を回避するメカニズムと安全なルートを算出するメカニ

ズムを明らかにし、これに必要な知識表現手法を確立す

る。 

 3年プロジェクトの初年度である2016年度は、走行車

両による高精度3次元地図作成技術の開発に取り組んだ。

レーザセンサで走査しながら地図を作成するには、セン

サの移動と環境の形状を同時に推定する SLAM

（Simultaneous Localization And Mapping）が一般的

なアプローチとなっており、様々な手法が提案されてい

る。いずれの手法も各時刻での推定結果を重ね合わせる

ため、時間とともに誤差が積分し市街地規模の大規模な

地図作成が難しい。本問題を解決するため、国土地理院

が発行する基盤地図情報から道路情報を利用し、SLAM

結果を最適化する手法を提案した。お台場での検証実験

を通して、基盤地図情報の精度を持つ市街地規模の3次

元地図を自動作成可能なことを示した。これらの成果は

国内会議で発表し、国際会議にも採択された。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］3次元地図、自動車、自律走行 

 

［研 究 題 目］CO2湧出口における造礁サンゴからソフ

トコーラルへの群集シフト 

［研究代表者］佐藤 縁（省エネルギー研究部門） 

［研究担当者］佐藤 縁（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、高濃度の CO2環境で、サンゴがソフト

コーラルへシフトする要因を明らかにし、他の CO2湧

出サイトと比較して環境の要因を明らかにしていくこと

にある。特に異なる CO2濃度下でサンゴとソフトコー

ラルの飼育実験、および現場実験を行う成長速度を計測

し、高 CO2環境下でサイトによって異なる群集にシフ

トする要因を考察していく。その中で、H29年度は、化

学量計測の簡単な測定法として、海水の電気化学測定、

海水中の分析測定のための水晶振動子マイクロバランス

法の導入の他、実際に小型の pH 測定系を海洋域に設置

し、導入が可能かどうかの確認を行った。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］環境計測、電気化学分析、pH 測定、ア

ルカリ度測定、水晶振動子マイクロバラ

ンス法 

 

［研 究 題 目］バックキャスト法による放射性物質汚染

に対するモニタリング・対策の戦略研究 

［研究代表者］保高 徹生（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］保高 徹生（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、放射性物質の環境挙動に関する知見の集

約化および体系化を通じて、福島県等の被災地における

今後の長期的な環境モニタリングのあり方を示すととも

に、今後の原子力災害発生時における環境モニタリング、

および初期環境管理に関する技術的な指針の作成を行う

ことを目的とした。 

本年度は、水中の放射性セシウムのモニタリングデー

タの整備のあり方について継続的に検討し、有識者を交
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えた会合を開催するとともに、水中の放射性セシウムの

モニタリング手法に関して、各手法の特徴（コスト、精

度、スピード等）を整理し、目的に応じた適切なモニタ

リング手法の選定方法を検討した。また、森林リター浸

出水のモニタリング方法を検討し、時空間変動を観測し

た。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］放射性セシウム、モニタリング 

 

［研 究 題 目］システム改革の下での地域分散型エネル

ギーシステムへの移行戦略に関する政策

研究 

［研究代表者］歌川 学（安全科学研究部門） 

［研究担当者］歌川 学、小杉 昌幸 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 産総研では、省エネ技術普及を分担して研究を実施す

る。平成29年度は、産業部門・業務部門の事業者・事

業所のエネルギー消費・CO2 排出実態と対策を調査、

国・地域の対策シナリオの検討も実施した。また対策効

果検討として、地域の対策による光熱費削減、地域企業

の対策設備投資内容・発注先に関し調査を行った。また

専門的技術的知見を自治体・地域で共有し、専門家から

アドバイスを受け、技術普及に活かす方法について調査

を実施した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］温暖化対策、省エネ対策、対策設備投資、

光熱費 

 

［研 究 題 目］強震動と液状化の複合作用を受けるライ

フラインネットワークの被害推定シス

テムの開発 

［研究代表者］庄司 学（筑波大学） 

［研究担当者］吉見 雅行（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

ライフラインネットワークの地震時被害推定システム

の開発を目的とした研究を実施している。平成 29 年度

は、熊本地震の被災地におけるボーリングデータから地

盤の非線形挙動にかかる特性と抽出して整理したほか、

地震観測記録に基づいて地盤の応答特性を検討した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］強震動、地下構造、ボーリング 

 

［研 究 題 目］光・超音波の統合及び光の位相空間制御

による高機能光音響イメージングシステ

ムの開発 

［研究代表者］椎名 毅（京都大学・医学研究科） 

［研究担当者］新田 尚隆（健康工学研究部門）、 

椎名 毅（京都大学・医学研究科）、 

山川 誠（京都大学・医学研究科）、 

近藤 健吾（京都大学・健康長寿社会の

総合医療開発ユニット）、 

浪田 健（京都大学・医学研究科）、 

戸井 雅和（京都大学・医学研究科） 

（常勤職員1名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 光と超音波技術を融合した光音響イメージングは、他

のモダリティでは描出が困難な、微細ながんの新生血管

を描出し早期診断に有用であることや、腫瘍血管の酸素

飽和度を評価でき、良悪性の鑑別診断が可能になること

が期待されている。しかし、従来の光音響法では、光自

体の特性や臨床における計測条件などに関するさまざま

な制約が、解像度、画質、定量性の低下を招いている。

そこで本研究では、従来の光音響イメージングの医療計

測における解像度、画質、定量性などの機能の低下をも

たらす要因に対処するため、臨床での計測条件に適合し

た各種アルゴリズムの開発や、超音波と光の最適な融合

方法の検討などを行う。これにより、深部計測や臨床計

測時においても、高解像度、高画質が維持され、酸素飽

和度などを定量的に得ることが可能となる。本研究では、

このように高機能で実用的な光音響イメージングの実現

を目指す。 

 平成29年度は、生体の音響特性、特に音速分布が再

構成画質に与える影響を検討すべく、屈折による超音波

伝搬経路の変化について数値的に検討した。組織モデル

として円形内包及び多層構造を用い、音速分布と再構成

像との関係について明らかにした。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］光音響イメージング、可視化、非侵襲生

体計測 

 

［研 究 題 目］Bull’s eye パターン化プラズモニックチ

ップによる神経細胞ネットワーク解析 

［研究代表者］田和 圭子（関西学院大学） 

［研究担当者］細川 千絵、大西 恵（バイオメディカ

ル研究部門）（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、波長オーダーの周期構造を金属薄膜でコー

ティングしたプラズモニックチップ上で神経細胞を培養

し、非線形な光学特性を利用して神経細胞のネットワー

ク解析を行うものである。プラズモニックチップを用い

てレセプターのダイナミクスと神経伝達との相関につい

て、多点での1分子計測を可能とし、同時に神経電気活

動を広い領域で計測することが期待される。今年度は、

神経細胞表面のレセプター1分子ダイナミクスの高感度

計測を実現するため、金をコートした二次元ホールアレ

イのプラズモニックチップ上で神経細胞を長期間培養で

きることを確認した。プラズモニックチップ上で培養し

た神経細胞のシナプス表面に局在するグルタミン酸受容

体を量子ドットで標識したところ、カバーガラスで培養
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した細胞と比較して蛍光強度値が高いことを見出し、細

胞膜上を並進拡散運動する受容体分子の分子動態に相当

する輝点の動きを観察することができた。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］表面プラズモン共鳴、増強蛍光、神経細

胞 

 

［研 究 題 目］ナノチューブファイバレーザーを用いた

超広帯域デュアルコム光源の開発 

［研究代表者］榊原 陽一（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］榊原 陽一、周 英（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究ではカーボンナノチューブ可飽和吸収体を組み

込んだモード同期ファイバレーザーを用いた超広帯域デ

ュアルコム光源の開発に取り組んでおり、産総研は分担

研究として単層 CNT をポリイミド樹脂に均一に分散さ

せた CNT 薄膜の作製技術および CNT 薄膜をレーザー

光路中に実装する技術を検討した。ポリイミド樹脂を溶

かした有機溶剤に直径約1.5 m の HIPCO 法の単層

CNT をいれ、超音波処理の最適化により、CNT の凝集

体が細かく解繊されて、高品質な分散液がえられた。ま

た、直径約2 m の eDIPS 法の単層 CNT と高分子の分

散も検討し、最適な分散工程及び製膜工程を見出した。

また、CNT ポリイミド薄膜を光ファイバー光路に挿入

するための実装ステージ系を構築した。まず CNT ポリ

イミド薄膜を小片チップに切断加工し、小片チップを搬

送する手法としてチャックとリリースの自由度の高い吸

着チャック法を採用した。吸着チャックした小片チップ

を任意の位置と方向に保持装着するために必要な移動と

姿勢保持の自由度を確保できる6軸制御のステージ系に

対して、ズーム顕微鏡に CCD カメラを搭載した観察光

学系を付加設置し、カメラ観察実装を可能とする実装装

置系に改良した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］ナノチューブ、レーザー 

 

［研 究 題 目］遠隔操作の多項目観測による西之島形成

プロセスの解明 

［研究代表者］武尾 実（東京大学） 

［研究担当者］篠原 宏志、中野 俊（活断層・火山研

究部門）（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 2013年11月に噴火が始まった西之島において各種地

球物理的観測および物質学的データの習得を行い、西之

島の噴火活動や西之島形成プロセスの理解を目指す。 

 本年度は現地調査は実施されなかったため、センサー

を用いた火山ガス組成観測精度の向上を目指し SO2セ

ンサーおよび H2S センサーの相互干渉の影響を評価し

た。特に H2S センサーは SO2ガスに対しても20 %程度

の感度を持つため、センサーの直前に SO2ガスを吸収

除去するフィルターを設置して観測を実施している。標

準ガスを用いた校正実験により、SO2除去フィルターに

より SO2ガスの影響をほぼ100 %除去可能であるが、

H2S ガスに対する感度も数%低下するため、除去フィル

ターを設置した状態で校正を実施することが必要である

ことが明らかとなった。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］西之島火山、噴火、活動推移 

 

［研 究 題 目］あかつき・地上観測と数値モデリングの

連携による金星大気力学の研究 

［研究代表者］松田 佳久（東京学芸大学） 

［研究担当者］神山 徹（人工知能研究センター） 

（常勤職員1名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

 金星の自転速度は1.6 m/s（自転周期は243日）と非常

に遅いのに対し、金星大気はその全体が自転よりも速く

回転しており、雲頂付近（高度約70 km）での東西風速

は自転速度の60倍、100 m/s にも達する。この現象は金

星大気スーパーローテーションと呼ばれ、大気の運動を

支える運動量輸送が従来の気象学では説明できないこと

から、惑星気象最大の謎の一つとされている。本研究で

は数値シミュレーションと観測・データ解析の密接な連

携により、金星大気中の波の構造と力学的性質を明らか

にし、スーパーローテーションの成因解明を目標として

いる。 

 産業技術総合研究所では地上大型望遠鏡による観測デ

ータの取得・解析と衛星取得データの解析を通して、観

測の面から金星大気中に存在する波のふるまいを明らか

にすることを担当し、平成28年度ではハワイ・マウナ

ケア山頂に設置されている大型望遠鏡による金星観測を

実施した。その結果金星夜面においてスーパーローテー

ションの存在の中、金星の地面に固定されたようなふる

まいを示す大気波動の存在を確認した。この波動はスー

パーローテーションを減速する特性を持つなど、新たな

運動量輸送の存在を明らかにしている。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］画像解析、データ処理、地球科学、惑星

科学、金星 

 

［研 究 題 目］別府湾柱状堆積物の解析にもとづく過去

8,000年間の太平洋十年規模変動の復元 

［研究代表者］山本 正伸（北海道大学） 

［研究担当者］池原 研（地質情報研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

別府湾コアの古水温及びイワシ鱗の測定から、過去

8,000年間の太平洋十年規模変動とそれに伴うレジーム

シフトの復元を行うのが本研究の目的である。本年は別

府湾からすでに採取されている2本のコア中のイベント
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層の同定とコア間対比、これらに基づく年代モデルの確

定作業を行った。さらにイベントの特徴づけと起源の推

定並びに長期的な給源変化の推定のため、イベント層と

半遠洋性泥の鉱物組成と化学組成の取りまとめに着手し

た。これらの結果、イベント層の頻度と海水準変動の間

の関係を認定し、化学組成や鉱物組成に時間変化がある

ことを確認した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］別府湾、気候変動、レジームシフト、イ

ベント堆積物、年代モデル 

 

［研 究 題 目］マイクロ波プロセス・トモグラフィー法

による血流内微小血栓モニタリング法の

確立 

［研究代表者］武居 昌宏（千葉大学） 

［研究担当者］丸山 修（健康工学研究部門） 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 体外補助循環回路における血栓形成頻発箇所であるチ

ューブコネクタ段差部の血栓形成を検出するメガヘルツ

帯インピーダンス計測プローブを開発し、その有効性を

in vitro 血液凝固試験にて評価した。クエン酸ナトリウ

ムで抗凝固された新鮮ブタ血液を循環し、塩化カルシウ

ムにより活性凝固時間を180 sec に調整して、プローブ

が観測しているコネクタ段差部の血栓形成を誘発した。

結果として、コネクタ段差部の微小血栓の形成に伴うイ

ンピーダンス変化を明らかにし、高精度血栓検出に成功

した。その変化は血液赤血球密度（ヘマトクリット）お

よび血液酸素飽和度変化に伴うインピーダンス変化とは

大きく異なる周波数帯があることが判明し、これに基づ

き任意のヘマトクリットおよび酸素飽和度の血液におい

て血液凝固イベントのみを検出できるアルゴリズムを確

立した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］人工臓器、高せん断、血栓検出、誘電緩

和 

 

［研 究 題 目］非線形モード局在型マイクロレゾネータ

アレイによる超微小質量計測とバイオセ

ンシング 

［研究代表者］松本 壮平（集積マイクロシステム研究

センター） 

［研究担当者］松本 壮平、山本 泰之（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

筑波大学と産総研（集積マイクロシステム研究センタ

ーおよび工学計測標準部門）の協力により、生体分子の

反応過程の解明に向けた液体中で超微小質量の計測が可

能な MEMS センサの開発を行っている。共振器（レゾ

ネータ）を用いる質量計測の原理では、質量変化に伴う

共振点のわずかな変化を検出する必要があるが、液体中

では減衰により周波数の明確なピークが得られず計測が

難しいという問題があった。本研究では、これまでに提

案している自励振動によるレゾネータ励振法をさらに発

展させ、互いに弱いバネで結び付けられた複数レゾネー

タによる弱非線形連成効果と非線形モード局在現象を利

用した新しい微小質量計測手法およびそれらを実現する

MEMS 質量センサの開発を行う。前年度までに、

MEMS 技術で作成した非線形連成レゾネータアレイを

用いて、レーザードップラー振動計下で自励発振を行う

システムを構築し、液中でマイクロビーズを一方のレゾ

ネータに吸着させ、振幅比変化の計測により提案原理に

基づいて微小質量変化を検出可能であることを実証した。

平成29年度は、検出感度を向上させるため、レゾネー

タの自励振動の振幅を非線形フィードバックにより微小

に保つ手法を開発した。また、レゾネータ形状最適化の

検討から、カンチレバー剛性を高めることの有効性を見

出し、これを反映した MEMS レゾネータアレイを設

計・試作した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造、計量標準総合

センター 

［キーワード］MEMS、質量センサ、レゾネータ、 

自励発振、液中計測 

 

［研 究 題 目］エピトランスクリプトーム解析のための

RNA インフォマティクス基盤技術 

［研究代表者］浅井 潔（東京大学） 

［研究担当者］亀田 倫史（人工知能研究センター）、 

阿部 洋（名古屋大学）、浜田 道昭 

（早稲田大学）、（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 修飾塩基を含む RNA の2次構造情報解析技術を開発

し、エピトランスクリプトーム解析のための RNA イン

フォマティクス基盤技術を確立することを目的とする。

重要だが従来の2次構造予測では扱えない修飾塩基につ

いて、エネルギーパラメタを実験と分子動力学計算の組

み合わせで同定し、様々な RNA2次構造解析ソフトウ

ェアに導入する。さらに、修飾塩基を含む RNA 転写物

を網羅的に解析し、データベースを作成して公開する、

また、修飾塩基を含む RNA が指定の2次構造を持つよ

うに設計できる、創薬応用志向の RNA 配列設計技術の

基盤を確立することが目標である。 

 これまでに、自己会合し、かつ、修飾塩基イノシンを

含む様々なヌクレオチドを化学合成により作成し、それ

らの熱化学測定を行い、熱安定性（ΔG）を求めた。ま

た、イノシンの分子モデルを作成し、実験を行ったヌク

レオチドを計算機上に再現した。それらの分子動力学シ

ミュレーションを元に、イノシンを含まない配列 A か

らイノシンを含む配列 B への変異に伴う自由エネルギ

ー変化（ΔΔG）を求め、実験値と比較したところ、相

関係数が0.9程度とよく相関することを示した。これら
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の実験・計算データから RNA 二次構造予測用のエネル

ギーパラメータを求める、統計学的手法の開発も行った。

今後は、これらの手法を用いて、実際に二次構造予測を

行う予定である。 

［領 域 名］情報、人間工学   

［キーワード］RNA、分子動力学シミュレーション、 

修飾塩基 

 

［研 究 題 目］次世代タンパク質性医薬品開発に向けた

反応システム系の開発と展開 

［研究代表者］大高 章（徳島大学） 

［研究担当者］広川 貴次（創薬分子プロファイリング

研究センター）（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

タンパク製剤に代表される生物医薬品の医療における

重要性は増大の一途をたどっており、生物医薬品の高機

能化を通じたさらなる発展が期待されている。しかし、

高機能化のためにはアミノ酸配列選択的な修飾反応と、

この修飾部位の特異的反応性ユニットへの変換が不可欠

である。本要件が達成されれば、従来にない人工タンパ

ク質の創製やアミノ酸配列特異的な機能性分子の導入を

基盤とする高機能化が可能となる。そこで、本研究では

タンパク性医薬品の高機能化のための化学反応システム

の構築を目指す。すなわち、本研究ではタンパク質の特

定配列選択的な特異的反応ユニットの導入を目標とし、

この特異的反応性を利用した人工タンパク質創製（半化

学合成）やタンパク質への機能性部位導入を通じた生物

医薬品高機能化をその目的とす 

本年度は、実験グループ（徳島大学）を中心となって、

戦略 A：二価ニッケル（Ni(II)）イオンの特異的配列に

対する錯体形成の利用、戦略 B：Zn-finger 錯体の利用、

の2戦略それぞれについて、①アミノ酸配列選択的化学

反応の基盤開発、②配列選択的反応を利用した特異的反

応ユニットの導入研究を実施している。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］バイオ医薬品、アミノ酸配列選択的な反

応、タンパク質直交性がある反応、水中

反応 

 

［研 究 題 目］タイ低地熱帯季節林の森林タイプの成立

要因と降水量シフトによる森林機能への

影響評価 

［研究代表者］前田 高尚（環境管理研究部門） 

［研究担当者］前田 高尚（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 地球温暖化に伴うと思われる降水量シフト（年降水量

や季節性の変化）や極端な気象が顕在化している。近年

タイでは乾季の降水量の増加や、雨季に乾燥期間が出現

する傾向が見られ、生物季節の変化など森林生態系への

影響も認められる。タイ低地には常緑林と、2つの異な

った乾季落葉林が存在する。これらの分布は、従来は気

候的要因で説明されてきたが、我々の以前の調査により、

森林タイプの分布は地質や地史に明瞭に対応しているこ

とがわかり、土壌基質にも依存しているという仮説を立

てるに至った。これに従えば、タイの低地林は、降水量

シフトや土壌改変に対し、従来の認識よりさらに脆弱で

あることになる。本課題では、京都大学ほかと共同で

「タイ低地熱帯季節林の成立要因に関する新仮説」を検

証し、これに基づいて「土壌-樹木-大気」の関係をモデ

ル化して、降水量シフトなど気候の長期的変化に伴う熱

帯季節林の変化の予測と脆弱性の評価を行うことを目指

す。このため、タイ中西部カンチャナブリ県にある混合

落葉林、タイ東北部ナコンラチャシマ県にある乾燥常緑

林と乾燥フタバガキ（落葉）林などにおいて、気象など

の環境要素、林冠フェノロジー（出葉、開花などの季節

状態）などの連続観測を現地機関の協力の下で継続する。 

 今年度も、各項目の連続観測を継続して行った。また、

混合落葉林内に多く存在し、年に2日程度しか花をつけ

ないビワモドキ科樹木のフェノロジーについて、過去

10年間以上の林冠映像や気象観測値を用いて解析を行

い、開花の時期が、乾季に散発的に起こる降水と土壌水

分の一時的増加に依存していること、エルニーニョ現象

の影響を強く受けて、年により2か月以上もの差が生じ

ていることを見出した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］熱帯季節林、陸域生態系炭素収支、地球

温暖化、生物多様性、エルニーニョ現象、

フェノロジー 

 

［研 究 題 目］運動の獲得と学習に介入するスポーツ・

シミュレーション科学 

［研究代表者］中村 仁彦（東京大学） 

［研究担当者］神永 拓（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 人の運動解析には動力学計算やデータの格納、レンダ

リングといった複数の独立したプロセスが必要である。

これまではこれらの処理は独立したプログラムとして作

成され、処理自体も別個のプロセスとして取り扱われて

いた。一連の処理を自動化し、処理できるデータ量を増

加するためにはこれらのプログラムや処理を連携する必

要があるが、異なる時期に異なる目的で作成されたプロ

グラムを連携することは容易でない。特に、複数のコン

ピュータにまたがる分散処理を行う場合、その通信方法

から設計する必要があり、自由度が高い反面実装が多い。

そこで、本研究では複数のコンピュータにまたがる処理

プログラム間を、ROS を用いて通信し、ROS ノードと

各プログラムは独立プロセスとしつつ共有メモリを用い

て通信することで、旧来のプログラムへの改変を最小化

する方法を考案した。AWS などのクラウドサービスへ

移行できつつ開発の効率を高めるために、本年度は、ロ
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ーカルな仮想マシン間で ROS による通信を行い、共有

メモリを介して処理プロセスと情報をやり取りするテス

トシステムを構築した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］バイオメカニクス、分散情報処理、運動 

解析 

 

［研 究 題 目］化学物質の包括的モニタリングを可能に

する質量分析法の応用に関する研究 

［研究代表者］頭士 泰之（安全科学研究部門） 

［研究担当者］頭士 泰之（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 従来の環境汚染物質対策は、汚染が顕在化した後に原

因物質の探索が行われるが、この間に相当の時間が経過

し、対策の遅れによる被害の拡大を招くことも珍しくな

い。リスク管理の観点からも、常時流出している化学物

質の全体像の解明や異常時に増える物質の種類や傾向を

把握することが求められている。近年、このような課題

への対応の一つとして、多様な物質を一括検出する「ノ

ンターゲット分析」が注目されつつある。 

こうした背景を踏まえ、本研究では、環境中化学物質

の包括的モニタリング法の実現のため、手法の開発と改

良、問題の解決・回避法の提案を行い、開発した手法の

利点を活用した好例を示すべく、モデル地域における大

気および河川水の高頻度時系列モニタリングにより、基

準監視だけでは見逃している多様な化学物質組成の変化

の捕捉と主要物質の同定を行う。 

 本研究において今年度は、全国的に普及したガスクロ

マトグラフ分析計や液体クロマトグラフ分析計にも適用

可能なスペクトル分解の手法開発を行った。クロマトグ

ラフ分析で得られる全ピークをピックアップし、それに

対し個別にスペクトル分解処理を行い、それら分解後ピ

ーク全てに対し物質ライブラリ検索を施し、自動で物質

を検出できることを確認した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］網羅分析、ノンターゲット分析、モニタ

リング、精密質量測定、手法開発 

 

［研 究 題 目］アルケノン生産性藻類の物質生産性向上

のための基盤技術の研究 

［研究代表者］岩田 康嗣（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］岩田 康嗣、織田 望、富田 かな子 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、陸上植物に比べて物質生産性の高い微細藻

類、取り分け海洋性ハプト藻を用いた石油資源代替とな

り得る炭化水素系オイル（アルケノン）、およびカロテ

ノイド等の生産性向上を目指す。直接重イオン照射を行

うシステムを構築し、高生産性及び培養環境変化に強い

株のスクリーニングを行うことで有望な改変株を創出し、

そのゲノム配列の決定から原因遺伝子の解明につなげる

ことを目的とする。 

 代謝機能が活性な状態では代謝に関わる遺伝子をもつ

ゲノム部位の NDA 塩基配列が拡がり、関連遺伝子は染

色体に折り畳まれた遺伝子に比べより多くの重イオン照

射を受ける。本研究では培養液中の藻類への照射システ

ムの開発を進めるため、照射損傷の耐性が高いシリコン

クラスター超格子を利用し、先ず開口径2 mm の極薄照

射窓を製作した。今後さらに開口径の拡大を図る。次に

微生物コンタミネーションに極めて敏感な従属栄養藻類

に対しても培養液中での重イオン照射を可能にするため、

滅菌可能な開口径60 mm の照射システム、及びマイク

ロウエル型コロニー形成を可能にする照射システムを併

せて製作した。照射は高崎量子応用研究所の照射施設

（TIARA）の AVF サイクロトロンを利用して行った。

ハプト藻及び従属栄養藻類に対し、190 MeV, C6+イオ

ン、63 MeV, He2+イオンそれぞれに照射線量の異なる

照射を行い、コロニー培養によって生存率が50 %にな

る線量を求めた。従属栄養藻類は光合成を行うハプト藻

と比較して重イオン照射の耐性が3倍高いことが明らか

になった。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］藻類、重イオン照射、照射窓、遺伝子突

然変異 

 

［研 究 題 目］ヒトミニ胃組織を用いた胃がん病態の究

明と創薬応用 

［研究代表者］原本 悦和（創薬基盤研究部門） 

［研究担当者］原本 悦和（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 幹細胞からの組織分化技術は、再生医療の実現だけで

なく、病態の解明や、創薬に結びつけることが期待され

る。共同研究機関である奈良先端科学技術大学院大学は、

マウス ES 細胞から機能的なミニ胃組織を丸ごと作製す

る技術を有しており、胃がんの前がん状態モデルの作製

にも成功している。本研究ではヒト iPS 細胞を用いて、

ヒトのミニ胃組織作製技術及びヒトの胃がんを試験管内

で評価可能にする革新的技術を開発し、胃がんの病態解

明と、胃がん治療薬のスクリーニング技術を確立するこ

とを目的としている。 

 ヒト ES/iPS 細胞は様々な組織細胞へ分化する能力を

有する多能性幹細胞であるものの、マウス幹細胞に比べ

て分化能が低く、単一細胞にすると死にやすいなど性質

の違いがあり、単純にマウス幹細胞の分化方法をヒト幹

細胞に適用することは困難である。マウス胃組織分化培

養方法を改良し、分化能力が低いヒト iPS 細胞でも安

定して胃組織へと分化させることができる培養プロトコ

ルへと最適化することが求められている。ミニ胃組織の

源となる胃組織前駆組織の作製効率の向上、作製した胃

組織の成熟化方法の改良の2つの課題が想定される。こ
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のうち胃組織成熟化に必要なメカニズムを明らかにする

ため、モデル生物を用いて消化管成熟化のしくみを解析

している。発生段階に応じて消化管がどのように成熟し

ていくのか、それぞれの過程に関与する遺伝子・シグナ

ル経路に着目して研究を進めている。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］多能性幹細胞、ES 細胞、iPS 細胞、消

化管 

 

［研 究 題 目］高品位三原色光源実現に向けた青・緑色

面発光レーザ 

［研究代表者］井手 利英（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］井手 利英（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、光の三原色である青・緑・赤色を半導体

面発光レーザの集積化光源により実現するために、

GaN を中心とした窒化物系半導体で青・緑色の高性能

面発光レーザを開発する研究である。GaN 系青色面発

光レーザでは AlN, GaN 等の異種窒化物系半導体材料

の多層膜形成が格子定数差が大きいために困難であり、

室温連続発振が実現できてまだ数年である。その青色面

発光レーザの素子形成技術を改善し、動特性の評価まで

実施するのが本研究である。産業技術総合研究所では名

城大学にて作製した面発光レーザの動特性評価を担当し

ており最終的には GHz 超の動特性を評価することとな

っている、研究期間は3年間で平成29年度は初年度にあ

たる。平成29年度では、まず光出力が面発光レーザよ

りも高く得られる GaN 青色ストライプ型半導体レーザ

を試験デバイスに用い、Si フォトディテクタとネット

ワークアナライザを中心とした動特性の評価系を構築し

た。直接変調によりスイッチング動作させた GaN 青色

半導体レーザから出力されたレーザー光は Si フォトデ

ィテクタで検知した後、高周波アンプにて電気信号を増

幅してネットワークアナライザにて検知した。試験用ス

トライプ型レーザの限界である～0.5 GHz までは検知

できたが、今後は面発光レーザでの評価用に低発光強度

に対応した測定系に改良する必要がある。 

［領 域 名］環境・エネルギー 

［キーワード］GaN（窒化ガリウム）、半導体レーザー 

面発光レーザー、動特性 

 

［研 究 題 目］ポジトロニウムとポジトロニウム負イオ

ンの基礎および応用研究の新展開 

［研究代表者］長嶋 泰之（東京理科大学） 

［研究担当者］満汐 孝治（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、我々のグループが開発したエネルギー可

変のポジトロニウムビームを用いて、ポジトロニウムと

固体表面との相互作用の研究やポジトロニウム負イオン

の分光学的研究を展開する。具体的には、(1)ポジトロ

ニウムビームを固体に照射して起こる散乱現象の観察を

通して、ポジトロニウム波動関数の量子干渉実験や原子

からのポジトロニウムの散乱強度測定、(2)これまでに

観測されていないポジトロニウム負イオンの Feshbach

共鳴のレーザー分光を実施する。 

 本年度は、ポジトロニウムビーム発生装置を安定に動

作させるために、真空排気装置の増強や真空槽の改造等

の整備を進めた。加えて、固体表面散乱実験のための測

定システムを整備し、試験的なデータを取得した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］ポジトロニウム、ポジトロニウム負イオ

ン、粒子ビーム、レーザー分光 

 

［研 究 題 目］二相流動－変形－化学的浸透の統合的連

成による遅い流れ場での泥質岩岩石物

理学の創成 

［研究代表者］徳永 朋祥（東京大学） 

［研究担当者］後藤 宏樹（地圏資源環境研究部門）、 

愛知 正温、徳永 朋祥（東京大学） 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、極めて遅い流れ場において泥質岩中で発

生しうる、濃度差が発生する場での化学的浸透現象に伴

う流動と変形、極めて遅い二相流動場における不均質流

れによる変形、ガスの移動に伴う間隙水の蒸発と濃度変

化による化学的浸透現象の発生、という連成過程に関し

て、室内実験・原位置試験により現象を明らかにする。

また、多孔質材料に関する力学体系を拡張することによ

り、現象を統合的に説明するモデルを構築するとともに、

それに基づく数値解析コードの開発を目指す。 

本年度は、極めて遅い流れ場での空間的に不均質な二

相流動に伴う変形過程の検討に向けて、水で飽和した泥

質岩中に極めて遅い流量でガスを圧入する予察的室内実

験を実施した。空間的に不均質な二相流動としてコア試

料の中心軸に沿った局所的なガスの流動を仮定し、変形

－二相流動連成解析を実施したものの、実験結果は再現

されなかった。ガスの流路のパターンの単純さが原因と

なった可能性があり、今後ガスの流路としてより現実に

近いものを適用し、解析を試みる必要がある。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］CO2地中貯留、放射性廃棄物地層処分、

泥質岩、二相流動、変形、化学的浸透 

 

［研 究 題 目］新規光受容タンパク質による鞭毛繊毛機

能の光制御 

［研究代表者］稲葉 一男（筑波大学） 

［研究担当者］広瀬 恵子（バイオメディカル研究部門）

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題の代表者である筑波大学生命環境系・稲葉
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一男教授らは、真核生物の鞭毛・繊毛運動を駆動する分

子モータータンパク質であるダイニンと直接結合する光

受容分子を同定し、ダイニン結合 BLUF タンパク質

（DYBLUP）と命名した。DYBLUP は、光に応答し分

子モーターを直接制御する可能性がある。本研究では、

DYBLUP とダイニン分子の結合様式を構造生物学的に

解析するとともに、特定光による DYBLUP および

DYBLUP－ダイニン結合複合体の構造変化を解析し、

光による鞭毛・繊毛運動制御機構を明らかにすることを

目標とする。この研究課題に研究分担者として参加し、

電子顕微鏡による分子形態の観察を行った。鞭毛から抽

出した内腕ダイニン f 分子に、DYBLUP に対する抗体

を加え、ネガティブ染色電顕法によって抗体の結合位置

を調べることにより、DYBLUP が内腕ダイニン f 分子

のどこに位置するかを解析した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］分子モーター、鞭毛・繊毛、光受容 

 

［研 究 題 目］水田土壌の自律的な窒素肥沃度維持を担

う微生物メカニズムの解明 

［研究代表者］伊藤 英臣（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］伊藤 英臣（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 湛水下の水田土壌では嫌気的環境が形成され、窒素循

環に関わる還元反応（脱窒、アンモニア生成型硝酸還元

（DNRA）、窒素固定）が活発に進行し、このことが畑

土壌では見られない窒素肥沃度の自立的維持に繋がって

いると考えられている。そこで本研究では水田土壌のこ

れら窒素還元反応を駆動する微生物群の解明を試みた。 

 従来法よりも解析バイアスの小さい、環境 RNA をま

るごと解読するメタトランスクリプトーム法によって解

析したところ、これまでの研究では検出例がほとんどな

い、Deltaproteobacteria 綱の鉄還元細菌に由来する脱

窒、DNRA、窒素固定に関与する遺伝子転写産物が極

め て 高 頻 度 に 検 出 さ れ た 。 こ の こ と か ら

Deltaproteobacteria 綱細菌が還元的窒素循環反応に最

も寄与していることが示唆された。その中でも、これま

で世界的に水田土壌に優占することが知られ、鉄還元反

応 を 駆 動 す る 細 菌 と し て 有 名 な Geobacter や

Anaeromyxobacter 由来の遺伝子転写産物が高頻度に検

出された。これらのことから、これまで窒素還元への関

与がほとんど議論されてこなかった水田土壌優占種の

Geobacter や Anaeromyxobacter が、脱窒反応の一部

を担って硝酸を速やかに無機化し、DNRA や窒素固定

によってアンモニアを生成している可能性が高く、それ

らが水田土壌の硝酸溶脱の低減や窒素肥沃度の維持に大

きく寄与していることが示唆された。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］水田、土壌微生物、窒素循環 

 

［研 究 題 目］癌転移骨環境を空間的・時間的に制御す

る生体活性付加カーボンの開発と安全性

評価 

［研究代表者］湯田 坂雅子（ナノ材料研究部門） 

［研究担当者］湯田 坂雅子、中村 真紀、 

大矢根 綾子、片浦 弘道、齋藤 直人 

（信州大学）、（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 転移骨がんの治療への実用化をめざし、ナノカーボン

を用いた薬剤送達システム（DDS）の構築を目標とし

ている。骨がん部位では破骨細胞の活性が高く、骨がも

ろくなる。そこで、骨がん部位特異的に破骨細胞の活動

阻害剤であるビスフォスフォネート（BP）を送達する

ことを可能にするために、BP をナノカーボンに担持さ

せた BP/ナノカーボン複合体ナノ粒子の作製を検討した。

その結果、BP をナノカーボンに直接担持するのは困難

であったが、両者に親和性の高い燐酸カルシウム（CaP）

を用いたところ、Cap を介した BP のナノカーボンへの

担持（BP-CaP/NC）に成功した。今後、BP-Cap/NC

ナノ粒子による破骨細胞の活動抑制効果を評価する。 

［領 域 名］材料・化学  

［キーワード］ナノカーボン、骨がん 

 

［研 究 題 目］多利用者・多状況に共通する特性の抽出

による情報転移 BMI 
［研究代表者］川鍋 一晃（株式会社国際電気通信基礎

技術研究所） 

［研究担当者］兼村 厚範（人間情報研究部門）、 

川鍋 一晃、平山 淳一郎（以上、株式

会社国際電気通信基礎技術研究所） 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

脳活動から意図を読み取る BMI における実用上の難

点として、安定して使えるようになるまでに必要な長い

訓練時間、および精度を保証するために必要となる利用

直前の較正用データ計測があげられる。本研究は、多人

数の脳活動データを用い、脳活動に共通して現れる成分

のモデリングと安静時計測の利用により、都度の較正を

必要としない BMI とそれに用いる機械学習法の確立を

目的としている。 

本年度は、異なる状況間で汎化する脳波・生体信号の

特徴量解析法に関して研究を進め、以下の5点に取り組

んだ。第1に、安静時脳機能ネットワーク状態の推測に

適した脳波特徴量を構築するため、生成モデルが陽に計

算できる深層学習法 SPLICE を提案した。脳波-fMRI

同時計測データに適用したところ、うつ病に対する

fMRI ニューロフィードバックで用いられている信号に

相関する SPLICE 成分が得られ、共同研究者が脳波フ

ィードバックにおける有用性検証を始めている。第2に、

脳波信号の共分散行列の揺らぎを表現する確率モデルを



研 究 

(882) 

導入し、情報幾何学に基づくロバストな BMI 特徴量抽

出法を構築した。第3に、筋電データの日間変動の較正

を行う転移学習法を開発し、運動の認識精度が向上する

ことを示した。第4に、準シミュレーションを用いて、

信号再現性の高い筋電由来ノイズ除去法を適用すること

でかえって BMI の識別精度が落ちる可能性があること

を示した。第5に、多変量自己回帰モデルを用いた脳波

信号の欠損値補間法を提案した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］確率的情報処理、機械学習、ブレイン・

マシン・インタフェース（BMI） 

 

［研 究 題 目］西太平洋～インド洋海域洋上エアロゾル

の光学特性と変質 

［研究代表者］塩原 匡貴（国立極地研究所） 

［研究担当者］塩原 匡貴、古賀 聖治（環境管理研究

部門）、小林 拓（山梨大学） 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、西太平洋から南大洋のインド洋海域を対

象に、エアロゾル粒子の光学特性とその鉛直構造の実態

を把握し、人為起源エアロゾル粒子が大気環境に与えて

いる影響を明らかにする。本研究の特色は、南極観測船

「しらせ」が毎年定期的にほぼ同一の海域を航行するこ

とを利用して、エアロゾル粒子の光学特性を地球規模で

把握することである。 

 観測は大気全層並びに大気境界層のみを対象とした項

目に大別され、いずれもエアロゾル粒子の光学特性を計

測する。日本南極地域観測隊の隊員が観測を行うため、

搭載される各観測装置の取り扱いについて、習熟訓練を

隊員に対し予め実施する。担当する観測装置について、

校正や動作確認を行った後、装置を船に搭載し、航路上

で本観測を実施する。取得データをノートパソコンに収

録し、帰国後に解析を行う。 

 筆者は大気境界層を対象とした観測とそのデータ解析

を担当している。航海中、海況は開水域、海氷域、定着

氷域と変化する。これらに対応して、エアロゾル粒子の

光学特性も変化することがわかった。特に海氷・定着氷

域ではエアロゾル粒子とその先駆物質の供給が抑制され

るため、光学特性を表す数値が開水域の10分の1程度に

減少する。人為的汚染の指標となるエアロゾル粒子の吸

収係数は、総観規模の風系に依存し、北西季節風に晒さ

れた西太平洋上で最高値を示した。これに対し、貿易風

帯および南大洋ではほぼゼロであった。なお、計測原理

に基づく誤差の低減を目的に、取得データ値に対して値

の補正を行った。また、計測時の各種パラメータを用い

て、検出限界値の算出を行った。これらにより、取得デ

ータに対する信頼性の向上を計った。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］エアロゾル、光学特性、海洋大気境界層 

［研 究 題 目］藍藻産生毒素分解菌の分子育種株を用い

た新規水環境修復技術の開発 

［研究代表者］清水 和哉（筑波大学） 

［研究担当者］間世田 英明（バイオメディカル研究部

門）（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 富栄養化に伴い発生する有毒アオコは、難分解性の有

毒物質 microcystin や浄水処理障害をもたらすため、そ

の処理技術の確立が急務とされている。有毒物質

microcystin の挙動を理解するために有毒物質分解菌の

単離、その分子機構の解析、水処理生物膜や環境中での

分解菌の個体群密度解析と、その有毒物質 microcystin

濃度の動態解析が主に実施されてきた。今なお有毒アオ

コは世界的に大きな社会問題であるため、突発的かつ高

濃度の有毒物質に対する生物学的浄水処理法の構築が渇

望されている。そこで分子育種株を用いた持続的かつ安

全・安心な淡水利用の為に、有毒アオコが産生する有毒

物質と藍藻細胞を迅速に制御できる安価な新規水環境修

復技術の確立を目的とする。この技術は、様々な生物学

的環境修復法や分子育種株の環境中の挙動といった微生

物生態学に社会的かつ学術的に波及効果が強く期待でき

る研究課題である。本年度は、分解菌を分子生物学的に

育種し、分解活性を数倍高めることに成功した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］藍藻、アオコ、ミクロシスティン 

 

［研 究 題 目］海洋微細藻類からのエネルギー回収を目

指した太陽光利用型光触媒システムに関

する研究 

［研究代表者］根岸 信彰（環境管理研究部門） 

［研究担当者］根岸 信彰、宮崎 ゆかり 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では太陽光を藻類培養と油分抽出並びに残渣の

バイオガス変換の両者で使用する省エネルギー型新規プ

ロセスの開発を実現するため、光触媒を用いた微細藻類 

の破砕によるオイル回収及び残渣の光触媒分解によるバ

イオガス生産に向けた基礎研究を進めた。本年度は、微

細藻類の代わりにモデル細菌を用い、これを光触媒反応

により処理する場合、生理食塩水を使用すると以前の

我々の研究から塩素イオンが光触媒作用により活性化し

殺菌効果が高まることを見いだしていることから、リフ

ァレンスデータを得る目的で塩化ナトリウム以外に光触

媒作用により活性化されず且つ細菌の生残率の高い塩の

探索を行った。生体に対する刺激が少ないナトリウム塩

を中心に探索したところ、硫酸ナトリウムを使用した系

では硫酸根は生体親和性が良くモデル細菌の培養系に使

用出来ることが分かったが、その一方で光触媒活性その

ものを低下させることも判明したため、光触媒殺菌系に

は不適であることが分かった。炭酸ナトリウムを使用し
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た場合、濃度が0.5 %のときにモデル細菌の生残率が良

いことを見いだした。さらに、炭酸ナトリウムと炭酸水

素ナトリウムの混合系ではモデル細菌の生残率がより高

くなることを見いだした。炭酸塩そのものは光触媒能へ

与える影響は小さいため、光触媒によるモデル細菌の処

理には最適であるが、炭酸水素ナトリウムの混合系の場

合には、重炭酸イオンが光触媒能を著しく低下させる性

質を持っていることから、炭酸ナトリウムと重炭酸ナト

リウムの混合系は光触媒反応系に適用できないことを明

らかにした。 

［領 域 名］エネルギー・環境  

［キーワード］光触媒、海水、バイオマス 

 

［研 究 題 目］金属素材の持続可能な循環利用システム

の構築 

［研究代表者］畑山 博樹（安全科学研究部門） 

［研究担当者］畑山 博樹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 金属素材の社会中での使用量（ストック）は先進国に

おいて飽和傾向にある。これらの国では、使用済み製品

から回収された鉄鋼等の金属は相当量が輸出されており、

国内で循環利用し続けられているとは言いがたい。さら

に鉄に随伴するレアメタル等合金元素については、国内

のリサイクルであってもほとんどが有効に活用されてい

ない。そこで本研究では、鉄およびその合金元素の循環

に着目し、「循環利用に従った合金元素の挙動に関する

体系的理解」「鉄鋼材に混入する不純物の経路と量の定

量化」「鉄スクラップの合金種別分離等の合金元素を有

効利用するための循環システムの最適化」を実施する。 

 本年度は、鉄鋼における合金元素の利用ポテンシャル

を把握するために、日本の鉄鋼フローの分析をおこなっ

た。特に、特殊鋼を詳細に分類したマテリアルフロー分

析をおこなうことで、随伴する合金元素の挙動の分析を

可能とした。分析の結果、特殊鋼の国内消費量や蓄積量

は普通鋼と異なり全体として増加傾向にあるが、2000

年代後半の不況の影響を受けて一時的に減少していると

推計された。また、年間消費量ベースでは特殊鋼の主用

途は自動車であるものの、国内蓄積では産業機械への構

造用鋼が大きな割合を占めていることを明らかにした。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］リサイクル、都市鉱山、鉄鋼、レアメタ

ル、社会ストック 

 

［研 究 題 目］国内古生物標本ネットワークの構築とキ

ュレーティング支援方法の確立 

［研究代表者］伊藤 泰弘（九州大学） 

［研究担当者］兼子 尚知（地質情報研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、国内の古生物標本を所蔵する大学・博物

館・資料館等の標本データベースを横断的に検索できる

ようネットワークを構築し、古生物学の論文に記載され

た証拠標本について所蔵状況を明らかにしてその維持・

管理体制を整備する。国内の大学・博物館・資料館等に

おける標本の所蔵状況を把握し、いくつかの中・小型館

等について標本整理や目録・データベースの作成からそ

の公開に至るキュレーティング活動を支援あるいは共同

で行い、それらの成果を恒久的に維持できるようにアー

カイブ等の仕組みを整備することを目指す。 

 今年度は、国内古生物標本所蔵情報の収集のため、日

本古生物学会2017年年会（北九州市立自然史・歴史博

物館）に参加した。また、参加協力を依頼するための協

議および共同研究者との打合せの目的で、横須賀市自

然・人文博物館（神奈川県横須賀市）・久慈琥珀博物館

（岩手県久慈市）を訪ねたほか、北海道への出張では道

内7か所の博物館・大学（北網圏北見文化センター・美

幌博物館・網走市立郷土博物館・知床博物館・根室市歴

史と自然の資料館・厚岸町海事記念館・北海道教育大学

釧路校）を訪問した。各機関の担当者に、日本古生物標

本横断データベースへの参加とデータ提供の依頼を行っ

た。さらに、北網圏北見文化センター（北見市）所蔵の

貝化石標本の整理を実施し、ラベル・一覧リストを作成

した。今後、このような作業をケーススタディとして標

本キュレーティング活動の協力・支援方法を確立し、各

博物館からデータの提供を受けてデータベースを拡充す

る。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］古生物標本、データベース、博物館学 

 

［研 究 題 目］ターミナル海盆の堆積記録を用いた南海

トラフの地震発生履歴の高精度化 

［研究代表者］芦 寿一郎（東京大学） 

［研究担当者］池原 研（地質情報研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

海溝型巨大地震の過去の発生場所・時期の推定のため

に、地震動によって発生した混濁流を逃さずに溜められ

る深い凹地（ターミナル海盆）の堆積物から高精度で欠

損のない地震履歴情報を得ることが目標である。本年は

この目標のため、駿河湾から日向灘の海域において調査

航海を実施し、深海曳航式探査装置により表層地層探査

記録と表層堆積物試料を得た。熊野沖や室戸岬沖、日向

灘での表層地層探査記録には活断層や現在進行中の傾動

運動による変形地形が確認できた。堆積物の分析からは

海底表層堆積物の再移動・再堆積過程を認定した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］南海トラフ、地震性タービダイト、活構

造、ターミナル海盆 

 

［研 究 題 目］動力学的震源を活用した地震ハザード評
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価の新展開 

［研究代表者］三宅 弘恵（東京大学） 

［研究担当者］三宅 弘恵（東京大学）、加瀬 祐子 

（活断層・火山研究部門）、松島 信一 

（京都大学）、関口 春子（京都大学） 

（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、観測事実を説明する想定内の地震動を生成

する地震シナリオに、動力学的な知見を加味することに

より、想定外の地震動のハザード評価を提示することを

目的とする。 

 平成29年度は、経験的手法・運動学的手法による想

定兵庫県南部地震のハザード評価を基に、地震シナリオ

作成手法の改良を行った。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］地震ハザード評価、疑似動力学的震源モ

デル、動力学的震源モデル 

 

［研 究 題 目］セントラルコマンド発現機構の探索－大

脳辺縁系皮質から筋血管に至る神経回路

の同定 

［研究代表者］松川 寛二（広島大学） 

［研究担当者］小峰 秀彦（自動車ヒューマンファクタ

ー研究センター）、松川 寛二、 

川真田 聖一、長尾 正崇、梁 楠、

遠藤 加菜、黒瀬 智之（広島大学）、

定本 朋子（日本女子体育大学）、 

丹 信介（山口大学） 

（常勤職員1名、他8名） 

［研 究 内 容］ 

 高次中枢からの中枢指令が運動時に働き筋血管を拡張

させ血流量を増加させることを報告した。大脳皮質から

筋血管に至る中枢指令に関わる神経回路の同定を研究目

的とした。  

（I）動物を用いた研究： 

 大脳辺縁系から生じる信号が中脳腹側被蓋野（VTA）

にある神経回路を駆動し VTA から中枢指令を発生させ

るという仮説を検証した。視床下部尾側部で除脳したラ

ットは自発運動を起す事ができ、その際に交感神経活動

や血圧も増加する。筋弛緩薬により筋収縮を抑制した場

合でも、交感神経活動や血圧の増加は変らず、中枢指令

が脳幹部で発現することを示唆した。除脳ラットの

VTA 尾側部切断は自発運動および中枢性循環応答を減

少させた。次に、覚醒ラットを運動群（踏み車を回す群）

と対照群（踏み車を除いたケージに入れた群）に分け、

屠殺後に摘出した脳幹標本に c-Fos 核染色を試みた。興

奮した神経細胞は c-Fos 陽性となるが、自発運動群の

VTA における c-Fos 陽性細胞数は対照群よりも増加し

た。以上の結果は VTA が中枢指令の発生に関係すると

いう仮説を支持した。 

（II）ヒトを用いた研究： 

① 筋血流量の中枢性調節：巧緻性動作がより大きな中

枢性筋血流量の増加を伴うという仮説を調べるため、

上肢の回転運動と手指巧緻運動（2球回転）を比較し

た。巧緻運動は、活動量が低いにも関らず、対側前腕

筋の血流量をより増加させた。中枢指令の大きさは、

活動量よりも巧緻性に関係すると考えられる。 

② 中枢指令回路の探索：近赤外分光計を用いて自発歩

行時にみられる前頭前野および運動野領域の脳活動の

時空間分布を計測し、中枢指令の発現に関する脳機構

を調べた。運動野と前頭前野の脳活動は歩行運動時に

全く異なる動態を示し、前頭前野のみが自発運動開始

に先行した賦活を示した。声掛けに応じて運動を開始

した時には前頭前野の賦活は起らず、前頭前野は中枢

指令の発現に深く関係すると思われる。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］自律神経、運動、血流 

 

［研 究 題 目］立体視的3次元知覚に及ぼす背景面の効

果－奥行き、方向、数量知覚について 

［研究代表者］下野 孝一（東京海洋大学） 

［研究担当者］氏家 弘裕（人間情報研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

ヒトの視知覚機能のうち、視空間定位について、奥行

き知覚と視方向、および数量知覚について研究対象とす

る。このうち当該分担課題においては、いわゆる従来方

式の立体提示により、奥行き知覚やこれに関連する視機

能などのパフォーマンスに影響を与える要因の影響を明

らかにすることを目的とした。 

立体提示による影響要因の効果については、注視点に

よるベクション増加や酔いの軽減などが知られており、

当該分担課題では、注視点の静止条件と運動条件による

影響の違いについて、複数名（10名）の実験参加者に

より予備的検討を行った。 

立体映像観察はヘッドマウントディスプレイを用いて

行い、空間を移動する状況をシミュレートした CG 映像

が提示された。注視点の静止条件では、注視点が常に観

察者の正面前方に立体提示されており、運動条件では、

注視点が左右/上下に位置変化した。この運動条件では、

静止条件と同様に注視点が観察者の視野の中央で捉えら

れるように、頭の向きを変化させて観察した。この映像

観察前と観察直後に、主観評価を実施したところ、眼精

疲労に関わる項目については、運動条件の方がスコアが

大きい傾向が見られた。一方関連研究では、頭部運動が

なければ、注視点の運動により、必ずしもスコアが上昇

しないことも報告されており、これらのことから、頭部

運動を伴う注視点の追従は、酔いに対する低減効果があ

るとしても、眼精疲労的影響が生じる可能性を示唆する

者と考えられる。 
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［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］立体知覚、立体提示、注視点、眼精疲労、

酔い 

 

［研 究 題 目］奇周波数電子対の物理 理論と実証 

［研究代表者］柏谷 聡（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］柏谷 聡、小柳 正男 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 奇周波電子対とは2電子の時間の入れ替えに対して電

子対の符号が変わる新奇な電子対であり、この新奇な電

子対の存在を理論・実験の両面から確立するのが本研究

の目標である。奇周波電子対関数はバルクの電子対が既

存のもの（偶周波数）であっても、併進対称性の破れに

より広く偏在し、特に超伝導接合系の輸送特性に重要な

役割を果たすことが理論的に解明された。本研究では

Sr2RuO4を始めとするスピン3重項超伝導体接合系の近

接効果の理論的研究を系統的に行い、実験との比較を通

して奇周波電子対の存在を確定する。また自発的対称性

の破れによって誘起される超伝導体のバルクに合わられ

る奇周波電子対の物性解明を通して、並進対称性の破れ

により形成される電子対との性質の違いを明確にする。

本年度は Sr2RuO4と Au の接合系において観測された

マイクロ波応答の低温アノマリーが、カイラル超伝導性

および奇周波電子対の存在を表すかに関して解析を進め

た。その結果、少なくても奇周波電子対の存在とは矛盾

しないことが明らかになり、今後さらに結晶方位を変え

た測定を行う必要があることも示された。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造   

［キーワード］奇周波電子対、固体冷凍機、マイクロ波

応答 

 

［研 究 題 目］複合測地データを活用した震源断層即時

推定システムの開発 

［研究代表者］太田 雄策（東北大学） 

［研究担当者］太田 雄策（東北大学）、高橋 浩晃 

（北海道大学）、大久保 慎人（高知大

学）、板場 智史（活断層・火山研究部

門）（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、リアルタイム GNSS データと、広帯域

で幅の広いダイナミックレンジを持つ歪計等の地殻変動

連続観測を複合利用し、プレート境界で発生する地震の

規模と、その断層面の広がりをより確度高く把握する、

統合解析システムの構築を行う事を目的とする。 

 本科研費の最終年度である平成29年度には新規技術

の開発を進めるとともに、その成果の取りまとめを平行

して実施した。特にこれまでに進めてきたキネマティッ

ク GNSS 解析の高度化、キネマティック GNSS 時系列

を定量的に評価するための精密可動台の開発、ひずみ計

を用いた震源断層即時推定手法の開発等の個々の要素開

発を継続して実施するとともに、それらを統合して解析

するためのプロトタイプシステムの開発を進めた。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］GNSS、歪計、地殻変動、震源断層 

 

［研 究 題 目］ゲルポンプ内蔵マイクロチップ分析シス

テムの創生 

［研究代表者］山口 佳則（大阪大学・工学（系）研究

科（研究院）） 

［研究担当者］原 雄介（機能化学研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、液体クロマトグラフィー分析機構と、分

析機構に対象物質を送液が可能な小型ポンプ機構を合わ

せ持った新規マイクロチップの開発を目指している。本

研究が開発目標とするポンプ機構をマイクロチップ内に

内包させることで、測定時の操作性を簡便化し、ポンプ

とマイクロチップを接続する際に起こりやすい測定物質

の汚染等の問題を解決することが可能である。本研究で

は、高分子アクチュエータをポンプの動力源として採用

することで、使い捨て利用が可能な液体クロマトグラフ

ィーマイクロチップの作製を狙った。ポンプで駆動され

た溶液によって液体クロマトグラフィー分析をマイクロ

チップ内部で効率的に行うためには、マイクロチャネル

の直径等、マイクロチップの構造を緻密にデザインする

ことが不可欠となる。本研究では、効率的な液体クロマ

トグラフィー分析の実現を目指して、マイクロチップの

設計を行った。マイクロチップの検証実験では、マイク

ロチェンネル内部での反応を定量的に解析するため、画

像分析による分析方法を検討した。マイクロチャンネル

内を流れる移動相の安定した流れを作り出す機構を設計

するため、マイクロピストン型・動力機構の動作関数を

実験的に検証し、ワンプッシュ動作でのクロマトグラフ

ィー分析に十分な送液量の実現を目指して検討を行った。

送液の動力源となる自励振動ゲルについては、引き続き

基礎検討を行った。今後は、使い捨てが可能な液体クロ

マトグラフィー・マイクロチップシステムの実用化を目

指す。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］分析化学、クロマトグラフィー、マイク

ロチップ、アクチュエータ 

 

［研 究 題 目］マイクロ RNA の量的・質的変動を解析

するシステムの構築 

［研究代表者］谷 英典（環境管理研究部門） 

［研究担当者］谷 英典、青木 寛、中村 薫 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 環境水中には多種多様な生体分子が存在しており、特



研 究 

(886) 

に短鎖 RNA であるマイクロ RNA は情報伝達分子とし

て生態系に影響を及ぼしていると考えられているが、依

然として不明な点も多い。また、マイクロ RNA は、

がんや心疾患等の病気にも深く関与していることが明ら

かになりつつあり、早期診断や治療のためのバイオマー

カー、さらには核酸医薬品としての利用が期待されてい

る。このようなマイクロ RNA の役割を正しく理解する

ためには、発現の有無や増減を議論するだけでなく、そ

の存在量を定量的に求め、さらに生体内での生合成と代

謝分解の過程を経時的に追跡する必要がある。本課題で

は、最新鋭の分析技術を利用して、細胞内外に極微量に

存在しているマイクロ RNA の量的・質的な変化を評価

する技術の開発に取り組んでいる。本年度では、細胞に

化学物質を暴露させた際のマイクロ RNA の発現量変化

の解析を進めるにあたり、未分化のマウス多能性幹細胞

（マウス ES 細胞）、及び神経細胞に分化させたものに

含まれるマイクロ RNA に関して、次世代シーケンサに

より網羅的に RNA 量を解析するシステムの確立に成功

した。さらに、これらの細胞に9種の化学物質（PRTR

法の第1種指定化学物質から選定：クロロホルム、トリ

クロロエチレン、りん酸トリ-n-ブチル、ベンゼン、フ

ェノール、ピロカテコール、p-クレゾール、p-ジクロロ

ベンゼン、フタル酸ビス）を暴露することにより、これ

らの化学物質に対して高い応答性を有するマイクロ

RNA を複数同定することに成功した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］細胞、マイクロ RNA、次世代シーケン

サ 

 

［研 究 題 目］工学実用から要請される高性能非構造自

由界面多相流数値モデル開発と実証 

［研究代表者］高田 尚樹（集積マイクロシステム研究

センター） 

［研究担当者］高田 尚樹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 非構造格子を用いる自由界面流れのシミュレーション

手法と多相流の数値モデルは工学上必要性が高いがまだ

十分確立されていない。そこで、本研究では、東京工業

大学の研究者らと協力し、彼らが提案している数値解法

の採用により従来手法の問題点を克服し、工学実用化に

向けた非構造格子に基づく自由界面多相流の数値モデル

を開発する。加えて、複雑な幾何形状を持つ流路におけ

る多相流実験を数値モデルの検証用に実施し、実際の現

象を高精度に再現できるモデルの確立を目指す。3年間

の研究計画では、既存の所内設備を使用し、気相と液相

または2種類の液相が混在してマイクロスケールの複雑

な流路を流れる二相流の高速度ビデオカメラ撮影による

可視化実験を行い、数値モデル検証用ベンチマークデー

タセットを整備する。 

 計画最終年度の今年度は、昨年度シリコーン油と純水

の液液二相流実験に使用したシリコン・ガラス製流体チ

ップの仕様を一部改良し、空気と純水の気液二相流の可

視化実験を行った。今年度のチップ設計・加工では、流

路の深さを昨年度同様100マイクロメートル（m）と

する一方、水が流れる幅100 m の主流側の流路へ垂直

に合流する空気の支流側流路の幅を昨年度の半分の50 

m に変更した。実験では、様々な流量条件で、二分岐

流路での気泡の分裂を高い空間・時間分解能で可視化で

きることを確認した。また、T 字型に交差する流路で発

生する気泡の大きさ・速度・周期の観測結果から、今年

度のチップでは昨年度のものよりも流れが安定化して気

泡が均一化されることを確認した。以上により、液液二

相流と気液二相流の両方に対応可能な数値モデル検証用

実験基盤を整備できた。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］マイクロ流体デバイス、濡れ性、コンピ

ュータシミュレーション 

 

［研 究 題 目］高排熱と電磁ノイズ遮蔽を実現するパワ

ーSupply on Chip 用基板の研究 

［研究代表者］長谷川 雅考（ナノ材料研究部門） 

［研究担当者］長谷川 雅考、水谷 亘、山田 貴壽、

沖川 侑揮（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 低炭素社会実現に向けて、化石燃料を燃やすエネルギ

ーから電力エネルギーへの転換が推進されており、パワ

ーエレクトロニクス技術はエネルギーの有効利用にかか

わるキー技術とされている。パワーエレクトロニクス技

術で最も重要な装置は電力変換装置であり、この電力変

換装置は15年で1桁程度小型化している。小型化された

高効率な電力変換機器を多数用いて、より効果的に電力

を有効利用することが重要となる。電源の小型化に対し

ては排熱技術と電磁ノイズの抑制が重要課題である。本

研究で電源の究極小型化であるパワーSoC（Supply on 

Chip）を実現する一環として、良好な排熱特性（良好

な熱伝導性）と絶縁特性を維持しつつ電磁ノイズの抑制

が可能な積層パワーSoC 用の3D 積層基板を開発するこ

とを目的とする。 

 これまでにプラズマ CVD で合成した原子層グラフェ

ン膜の電界遮蔽特性を KEC 法と ASTM 法で評価する

技術を開発し、その特性を明らかとした。グラフェン系

材料を組み込んだデバイス基板を実現するためには、グ

ラフェン系薄膜をデバイス基板に組み込む技術が必要で

ある。実デバイスでは相応の熱量を輸送する必要がある

ことから、原子層グラフェンではなくある程度の厚さの

あるグラファイト薄膜が必要と考えられる。そこで今年

度はグラフェン系材料を実デバイス基板に導入するため

の基本技術としてグラファイト薄膜とシリコンウェハー

の接合技術を開発した。 

［領 域 名］材料・化学 
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［キーワード］ナノ炭素材料、絶縁特性、放熱・排熱、

電磁波遮蔽 

 

［研 究 題 目］選択成長法を用いた GaN 系立体チャネ

ル型トランジスタの研究 

［研究代表者］中島 昭（先進パワーエレクトロニクス

研究センター） 

［研究担当者］中島 昭（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 GaN 系のパワーデバイスは二次元電子ガス（2DEG）

をチャネルとする HEMT（high electron mobility 

transistor）が唯一実用段階であるが、オン抵抗やオフ

リーク電流にまだ課題が多い。これに対し、GaN の選

択成長法により立体チャネルである Fin 構造を直接形

成し、これによって FinFET を新たに実現する。選択

成長による低転位密度のチャネルを得ると共に、

AlGaN/GaN 系特有の結晶異方性を活用して、バルク伝

導チャネルや側壁2DEG チャネルなど異なる伝導型の

トランジスタを実現し、それらを比較することで、新し

い GaN 系トランジスタの可能性と方向性を明らかにす

る。H29年度は、TCAD シミュレータを用いた FinFET

の理論検討および学会調査を進めた。 

［領 域 名］環境・エネルギー 

［キーワード］GaN、FinFET、TCAD 

 

［研 究 題 目］ダイヤモンド量子制御による高感度核磁

気共鳴イメージング 

［研究代表者］渡邊 幸志（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］渡邊 幸志（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、ダイヤモンド中の窒素－空孔ペア（NV 

ペア）に局在した電子スピンを、「量子核磁気共鳴

（NMR）センサー」として利用し、超高感度・高空間

分解能 NMR イメージングを実現する。具体的には、

微細加工テンプレート基板と窒素ドープ同位体制御化学

気相成長法を組み合わせる独創的なダイヤモンド作製法

により特性制御された高密度 NV ペア生成し、かつ

NMR イメージングに適したパルス光検出磁気共鳴顕微

鏡を構築する。サンプル作製と装置開発を融合すること

により、高感度かつイメージングが可能な NMR センサ

ーを開発し、少数個（10E4個程度）の1H 核スピン

NMR イメージングを実現する。本年度は、NV 配向の

再配向に対するアニール効果を検討したところ1200 ℃

の高速高温加熱処理にて再配向が生じることが分かった。

今後はさらに処理時間と配向率の関係を評価する予定で

ある。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造   

［キーワード］量子センシング、ダイヤモンド、電子ス

ピン、イメージング、微細加工 

 

［研 究 題 目］堆積平野における不整形地盤構造のモデ

ル化精度が強震動予測に及ぼす影響の評

価 

［研究代表者］上林 宏敏（京都大学） 

［研究担当者］長 郁夫（地質情報研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

強震動予測で用いられる3次元地盤構造モデルの作成

には、探査対象地点直下の地盤構造を水平成層構造と見

なした探査手法による推定結果が広く利用されている。

従って、これら探査手法の推定精度が強震動予測の精度

へ大きく影響を及ぼす。しかし、地層が傾斜、湾曲、屈

曲する領域においても、これら手法の妥当性が評価され

ることなく使われている。そこで本研究では、現実的な

3次元堆積盆地モデルを用いた微動や地震動のシミュレ

ーションを行い、これらの波形を観測記録と見なした上

で、地盤不整形の度合いに伴う上述の探査手法の推定精

度の検証を行った。 

 今年度は、大阪堆積盆地構造モデルを用いて計算した

複数地点の模擬微動波形をプロジェクト参加者に配布し

てそれぞれ1次元速度構造を推定してもらい、地点ごと

に、推定結果のばらつきやバイアスを評価した。その結

果、推定速度構造は個々のチームやケース毎にばらつき

があるものの、それらをアンサンブル平均することによ

り、不整形性が強い領域を除けば、模擬波形の作成に用

いた速度構造モデルに収束する傾向が見られた。このこ

とは、サイトごとに異なる条件下で数多くのインバージ

ョンを実施し、それらのアンサンブル平均をとることで

意味のある結果が得られる可能性があること、また、こ

のような複数地点の解析結果をマッピングして構造が3

次元的に不規則になっている場所と対応させることによ

り、地盤の不整形性と探査精度の関係が評価できること

を示している。今回は速度構造推定や位相速度同定等で

は解析者により様々な条件設定が行われたため、それら

を整理した上で推定結果との対応について詳しく調べる

必要がある。これらの整理とその結果に基づく詳細な検

討は今後の課題である。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］地震防災、強震動、常時微動、地下構造

探査 

 

［研 究 題 目］ナノスケール制御によるナノワイヤー熱

電変換素子の巨大ゼーベック効果発現

と機構解明 

［研究代表者］村田 正行（省エネルギー研究部門） 

［研究担当者］村田 正行（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 直径700 nm 級の Bi ナノワイヤーにおいて、集束イ

オンビーム加工を利用した局所電極の形成と、電流磁気

効果の測定を行った結果ついて、ナノワイヤー化の効果
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をマティーセン則によって緩和時間に取り込み、ボルツ

マン方程式に基づいて、ホール係数と磁気抵抗効果の計

算を行った。その結果、ナノワイヤーにおけるホール係

数の温度依存性がバルクのものとは異なる様子を、モデ

ル計算により説明することに成功した。さらに、磁気抵

抗効果を含めた解析によって、キャリア移動度を実験的

に評価したところ、室温領域でのキャリア移動度はバル

クの値とほぼ変わらないが、低温領域では平均自由行程

の制限の影響を大きく受けることから、キャリア移動度

がバルクに比べて大幅に低下する様子を観測することに

成功した。これまで理論的には、ナノワイヤー化によっ

てキャリアの移動度が低下することが予想されていたが、

実験的に確認されたのは初めての事である。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］熱電変換、ナノワイヤー、電極接合、オ

ーミックコンタクト 

 

［研 究 題 目］移動速度論の観点によるヒト iPS 細胞

増殖、分化機構の解明と実用的生産技術

への提言 

［研究代表者］金森 敏幸（創薬基盤技術研究部門） 

［研究担当者］金森 敏幸、須丸 公雄、杉浦 慎治、

佐藤 琢（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 昨今、ヒト iPS 細胞に関する研究の裾野が広がり、

産業応用に期待が集まっている。ヒト iPS 細胞を実用

化するためには、未分化能を維持したまま所定量を所定

期間内に培養し、さらには高い選択性で目的とする細胞

に分化する技術が必要となる。現在、実験室レベルでは

これらの作業は用手的に行われているが、産業化するた

めには処理量および処理速度と品質維持の両面から自動

化が必須である。 

 培養工程の自動化では、培養環境の精密制御が必要不

可欠であるが、細胞を取り扱う一連の作業を化学プロセ

スと見なし、従前の化学装置や化学プロセスで用いられ

ている自動化技術を応用することができる。そのために

は、細胞増殖や分化機構を明らかにし、化学反応に置き

換えて検討する必要があるが、その際には移動速度論や

反応工学を用いたアプローチが有効となる。 

 本研究課題の研究代表者である大阪大学大学院基礎工

学研究科の岡野康則教授は移動速度論を基盤とした数理

モデルの専門家であって、本研究課題では上述のヒト

iPS 細胞の未分化維持培養、および分化誘導のプロセス

について数理モデルを構築し、その生産技術へ応用を最

終目標としている。 

 その中でにあって我々は、数理モデル構築のための情

報（数理モデルに盛り込むべき物理化学的パラメータ）

の提供を行うと伴に、数理モデルの妥当性を検証するた

めの培養実験を実施した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］細胞培養、マイクロプロセス、灌流培養、

自動培養装置 

 

［研 究 題 目］都市インフラを利用した高効率・低コス

ト型地中熱用システムの実用化による温

暖化対策 

［研究代表者］内田 洋平（再生可能エネルギー研究セ

ンター） 

［研究担当者］内田 洋平､シュレスタ ガウラブ、 

石原 武志、吉岡 真弓（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 省エネルギー効果の高い地中熱利用システムにおいて、

高額な熱交換井掘削費は常に普及阻害要因となるため、

水平溝を用いる水平型地中熱交換器による初期コストの

低減は重要である。一方、水平型地中熱交換器は広い敷

地を要するため、都市部における導入は現状困難である。

そこで、本研究では地下トンネル、建物下、グラウンド

下など、都市部各所にあり、かつ未利用の地下浅部にお

ける導入を可能にするための諸研究を行う。本研究では

まず、地下トンネル、建物下における既設システムにて

採取したデータを用いた数値モデリングと感度計算を行

い、設置条件・システム用途・気象などに応じた最適シ

ステムデザインと省エネルギー効果を検討する。次に、

室内及び屋外試験により地中熱交換器の最適設計を行い、

既往研究では十分な検討が行われていない水平型地中熱

交換器の効率化を達成し、地中熱利用システムの一層の

普及を目指す。 

 産総研福島再生可能エネルギー研究所（福島県郡山市）

および産総研つくばセンター（茨城県つくば市）に設置

した水平型地中熱交換器の運転モニタリングを実施した。

両者は、地質構造と地下水環境が異なり、これらの水文

地質環境の違いが水平型地中熱交換器に及ぼす影響を定

量的に把握できると予想される。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］地中熱、水平型熱交換器、モニタリング、

水文地質環境 

 

［研 究 題 目］ヒト由来膜タンパク質の機能構造解明に

向けた NMR アプローチ  

［研究代表者］高橋 栄夫（横浜市立大学）  

［研究担当者］竹内 恒（創薬プロファイリング研究セ

ンター）（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 GPCR をはじめとする、多くの膜タンパク質複合体

の立体構造決定が行われているが、その真の機能発現メ

カニズムを理解し、創薬研究などに応用展開していくた

めには、界面活性剤中での立体構造情報のみならず、適

切な脂質二重膜環境においてリガンド・薬物などの作用

により誘起されるダイナミックな構造変換メカニズムを

明らかにしていくことが重要となる。NMR 法は、この
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ような動的構造変化を捉えるのに適した手法であるが、

真核生物由来の膜タンパク質については、NMR 解析の

ための試料調製は依然容易ではない。そこで本研究では、

特にヒト由来膜タンパク質に重点をおいた NMR による

動的な機能構造解析を推進している。 

産総研は主に NMR 測定技術の開発を行っており、

H28年度までに、複数の15N 直接観測法を発表し、主鎖

構造情報の取得が不可能であった分子量領域での NMR

シグナルの観測を可能にした。H29年度は、本手法を、

ナノディスクに包含した膜タンパク質の温度可変実験に

適用した。その結果、他の手法では NMR シグナルが得

られない低温条件での NMR シグナルの観測が可能とな

り、より広範囲での温度可変実験に成功した。一方、

NMR グナルの帰属には、依然として分子量的な制約が

あった。そこで、ピルビン酸標識法を用いて、主鎖シグ

ナルの帰属を、最も感度の良い1種類の実験（TROSY-

HNCA）のみで、従来よりも簡便かつ迅速に確立でき

る画期的手法を開発し、40K を超える分子量のタンパ

ク質の帰属に成功した。また、15N 直接観測法を用いて、

主鎖の帰属を行う3D 実験法を複数、開発した。本手法

と、15N 直接観測 TROSY 法を組み合わせることで、よ

り高分子量のタンパク質にも適用可能であると期待され

る。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］膜タンパク質、NMR、測定法 

 

［研 究 題 目］イネにおけるセロトニン蓄積の抑制機構

の解明：アブラムシによる抵抗性の抑制

と利用 

［研究代表者］手林 慎一（高知大学） 

［研究担当者］間世田 英明（バイオメディカル研究部

門）（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 オカボノアカアブラムシ（以下アブラムシ）がイネ根

に寄生すると誘導抵抗性として褐変が生じる。ところが

褐変物質の前駆体であるセロトニンの蓄積が不自然に遅

延し、アブラムシの寄生後2～4日間は低い濃度にとど

まる。低濃度のセロトニンがアブラムシの生育を促進す

ることを確認したことから、アブラムシはイネの防御反

応を抑制することで抵抗性を弱めるばかりか、さらにこ

の抵抗性物質を逆手にとり自身の増殖に積極的に利用し

ている可能性が示唆された。本研究ではこのアブラムシ

によるイネの誘導抵抗性を制御する機構を分子生物学

的・生物有機化学的に解明することを目的とした。本年

度はアブラムシがイネ根に寄生した際の、植物における

植物ホルモンや代謝産物動態の分析を行うとともに、マ

イクロアレイによる遺伝子発現動態の網羅的な測定を行

った。イネ根における代謝産物のメタボローム解析の詳

細な解析結果から、セロトニンの蓄積量が低いアブラム

シの寄生後2～4日目の期間は、セロトニンの前駆体で

あるトリプトファンをはじめ殆どのアミノ酸が一時的に

増加・蓄積していることが判明した。これらのアミノ酸

の減少とともにセロトニンの蓄積が増大することから、

イネの根では寄生初期にはアミノ酸類の普遍的な生合成

活性化が生じた後、生合成経路の活性化がトリプトファ

ン－セロトニン生合成に集中することが判明した。この

ことからイネ根の生合成活性化には量的制御と質的制御

が複雑にかかわりあうことが判明した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］イネ、セレトニン 

 

［研 究 題 目］地域救急医療の質の向上に資する科学的

証拠の構築に関する研究 

［研究代表者］山田 クリス孝介（佐賀大学・医学部） 

［研究担当者］本村 陽一、櫻井 瑛一（人工知能研究

センター）（常勤職員2名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、地域救急医療の質の向上に資する科

学的証拠（エビデンス）を構築することである。具体的

には、以下の3点について検討する。（1）散在している

救急医療関連データを精査・整理すると共に、次世代診

療支援システムを導入し、価値ある情報を収集可能な統

合データベースを構築する。（2）上記（1）の統合デー

タベースを利用して病院前から医療機関での治療を経て

社会復帰に至るまでの一連の救急医療のプロセスを明ら

かにする。（3）上記（2）で明らかにした救急医療のプ

ロセスを評価し、地域救急医療の質の向上に資する科学

的証拠（エビデンス）を構築する。平成28年度には、

今年度においては、各種のデータの整備を進め、そのデ

ータを用いた分析にも着手した。 

［領 域 名］情報・人間工学  

［キーワード］データ解析 

 

［研 究 題 目］肝炎ウイルス治療後の肝発癌機序とバイ

オマーカーの同定に関する研究 

［研究代表者］堀本 勝久（創薬分子プロファイリング

研究センター） 

［研究担当者］堀本 勝久（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 C 型インターフェロン治療後、肝がんを発症した患者

と発症しなかった患者について、治療前と治療後の遺伝

子発現及び DNA メチル化に関するオミックスデータを

解析する。目的は、治療後の診断において、肝がん発症

のリスクを予測するマーカーを探索することである。 

 本年度は、発現データと、それらの臨床治験との照応

に基づいて探索した予後予測マーカーの検討を行った。 

 予測に際しては、新たに開発した、前向き予測に頑強

なマーカー探査のための過剰適合を抑制する変数選択法

を採用した。本解析法は、線形回帰で選択された変数群

について、ネットワーク推定技術を用いて線形モデルの
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検証を行うことで過剰適合を抑制する。 

 昨年度の解析の結果、遺伝子刻印として22遺伝子を

選定し、さらにそれらから新規マーカー探索法により4

遺伝子まで絞り込みに成功した。今年度検証のための前

向きデータを収集した。現段階では収集が完了していな

いが良好な予備的結果を得た。さらに検証前向きデータ

の収集を進め、新規マーカーを決定する予定である。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］遺伝子発現データ、DNA メチル化、バ

イオマーカー、がん再発 

 

［研 究 題 目］iCAF：iPS 由来の癌線維芽細胞による

膵癌幹細胞、間質幹細胞の糖鎖標的探索 

［研究代表者］木田 泰之（創薬基盤研究部門） 

［研究担当者］木田 泰之、櫛笥 博子、渋谷 陽一郎

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 膵癌に代表される難治性固形癌は間質組織を誘導して

増生させ、間質の主要構成細胞である腫瘍関連線維芽細

胞（Cancer Associated Fibroblast: CAF）と癌細胞/幹

細胞が cross talk して統合的に癌の発生・進展が進むと

考えられている。すなわち癌組織とは、形態学的には癌

細胞と間質細胞の両者が共存する集合体を指すが、今ま

での多くの研究は癌細胞のみを標的とする治療開発にエ

ネルギーが注がれ、癌-間質相互作用に配慮した研究を

デザインする意識が希薄であった。本提案では癌細胞と

間質組織の in vitro 共培養系を構築し、癌の増殖・転

移・浸潤を再現し、革新的医療基盤技術の礎を築くこと

を目指した。 

 研究プロジェクトでは、癌細胞と間質細胞が接続し相

互作用している状態における、遺伝子発現、ゲノム

DNA メチル化状態などのエピジェネティクス、代謝経

路や代謝産物のメタボローム解析から、生体では解析で

きない『リアルタイムの癌発生』を捉えることを目標と

しており、これまでに RNA-seq と Bisulfite-seq、また

メタボローム解析は既に完了した。現在、新しい抗癌剤

の医療シーズとなる分子について詳細に解析中である。 

［領 域 名］生命工学   

［キーワード］膵臓癌、幹細胞、iPS 細胞 

 

［研 究 題 目］iCAF：iPS 由来の癌線維芽細胞による

膵癌幹細胞、間質幹細胞の糖鎖標的探索 

［研究代表者］舘野 浩章（創薬基盤研究部門） 

［研究担当者］舘野 浩章（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 難治性固形がんの代表である膵がんの病理組織学的な

特徴である間質組織増生に焦点を当て、間質組織が存在

する状態における膵がん幹細胞、膵がん間質幹細胞に特

異発現する糖鎖を同定する。従来の、膵がん細胞と腫瘍

関連線維芽細胞（CAF）を混合した実験モデルでは臨

床膵がんの病理的特徴を模倣することは出来ていなかっ

たが、我々はある間葉系幹細胞を用いることで癌―間質

相互作用の再現に成功した。本研究では更に、この間葉

系幹細胞の遺伝子、タンパク質プロファイルを同定し、

iPS 細胞から再現性の高い安定した iCAF の開発を行う。

膵がん-iCAF 混合モデルにおいて、産総研のレクチン

アレイ技術を用い、世界的にも解析が遅れている膵がん

や CAF の糖鎖解析に取り組む。 

［領 域 名］生命工学   

［キーワード］膵がん、糖鎖、レクチン 

 

［研 究 題 目］新規情報伝達因子エクソソームによる変

形性関節症治療と診断への展開とその機

能解析 

［研究代表者］加藤 義雄（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］加藤 義雄（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 変形性関節症は、国内でも患者数が約2000万人とも

言われている一般的な疾患である。変形性関節症は主に

加齢、メカニカルストレスの蓄積、肥満、炎症といった

様々な因子による関節環境の変化から軟骨代謝バランス

の破綻をきたし、関節軟骨の変性および破壊を引き起こ

す。しかし、現在までに変形性関節症に対する原因療法

や早期診断の確立には至っていない。 

 本研究では、変形性関節症における分子機構の解明と

臨床応用に向けた基盤となる技術の開発のために、細胞

外へと分泌されている小胞・エクソソームに着目してい

る。エクソソーム中には、マイクロ RNA と呼ばれる小

さな RNA が含まれていることが知られており、分泌し

たエクソソーム中に含まれるマイクロ RNA の組成を知

ることによって疾患特異的なプロファイルを得ることが

できる。今年度は、種々の疾患や化合物による刺激によ

り特定のマイクロ RNA の発現量が上昇することを見出

した。このような化合物やその類縁体の投与により特定

疾患が改善されうることを見出した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］エクソソーム、変形性関節症、マイクロ

RNA 

 

［研 究 題 目］深海における地磁気異常が明らかにする

古地磁気変動 

［研究代表者］島 伸和（神戸大学） 

［研究担当者］沖野 郷子（東京大学）、野木 義史 

（極地研究所）、佐藤 太一（地質情報

研究部門）（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

深海における地磁気観測から得られる地磁気異常を利

用することで、海洋底の磁化の記録から詳細な古地磁気

変動を読み取ることが本研究の目的である。具体的には、

設定した調査海域において海上および深海における地磁
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気観測を実施し、得られた地磁気観測データを解析して、

海洋底の磁化変化を推定する。 

本年度の最も大きな実績は、調査海域3（インド洋、

スリランカの南の海域）での観測を、H29年7～8月にド

イツの研究船「Sonne」による調査航海により実施でき

たことである。観測のために日本から船上三成分磁力計

を準備してこの調査航海に持ち込み、またドイツの観測

機器も利用することで、海上での地磁気観測データを取

得した。調査海域3は、インド洋で白亜紀スーパークロ

ンの時期に形成された海洋底が存在する海域である。観

測により得られた地磁気観測データの解析を進めること

で、白亜紀スーパークロンにおける古地磁気変動の抽出

を試みる予定である。 

調査海域1（インド洋、マリーセレストトランスフォ

ーム断層とアルゴトランスフォーム断層を含む海域）で

得られたデータの解析結果の一部と、調査海域2（イン

ド洋、マダガスカル島の南の海域）での調査概要と初期

解析の結果については関連学会で公表した。調査海域2

はインド洋で白亜紀スーパークロンの時期に形成された

海洋底が存在する海域であり、比較的大きな振幅を持つ

地磁気異常が観測されている。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］地球磁場変動、地磁気異常、海洋底の磁

化 

 

［研 究 題 目］超広帯域 I/O を想定したアーキテクチャ

の検討 

［研究代表者］工藤 知宏（東京大学情報基盤センター

教授） 

［研究担当者］並木 周、石井 紀代（電子光技術研究

部門 常勤職員2名）、高野 了成（情

報技術研究部門 常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 計算機システム内の計算ノード間で飛躍的に広帯域な

通信が利用できることを想定し、通信と計算・メモリア

クセスの性能バランスが大きく変化したシステムの構成

法を評価検討する。広帯域通信を実現する光トランシー

バ技術に加え、広域通信で用いられる光スイッチ等の光

ネットワーキング技術を適用すれば、従来の100～1000

倍程度の通信帯域を計算ノード間に柔軟に設定可能とな

る。従来の計算機システムはプロセッサの演算速度やメ

モリのアクセス帯域に対して、計算ノード間の通信帯域

は小さいことを前提に設計されてきた。本提案では、シ

ステムの作り方を一から見直し、広帯域通信を十分に活

用する、I/O と計算回路・メモリの接続方法、ネットワ

ークの構成法、システムソフトウェアでの I/O の取り扱

い方を検討する。産総研分担の活動内容は、広帯域 I/O

向けシステムソフトウェア、及び光ネットワーク技術の

適用検討である。 

 3年計画の2年目にあたる平成29年度は、広帯域 I/O

を活かした通信アーキテクチャに適した、あらかじめ用

意したライブラリを組み合わせてシステムをプログラミ

ングする手法についての検討、および畳み込みニューラ

ルネットワークの並列化における応用方法の提案を行っ

た。国内研究会発表1件、国内招待講演1件を行った。 

［領 域 名］情報・人間工学、エレクトロニクス・製

造 

［キーワード］計算機システム、超広帯域 I/O、ネット

ワーク、光スイッチ、シリコンフォトニ

クス 

 

［研 究 題 目］Approximate Computing ネットワークの

研究 

［研究代表者］石井 紀代（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］石井 紀代（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 ビッグデータ処理や映像処理計算を対象とし、情報の

価値に応じた許容誤差でデータ転送することで、コンピ

ュータネットワーク内の通信遅延、エネルギー性能を向

上させる Approximate Computing ネットワークを追及

する。これは、データ転送中にエラーが生じた際に、そ

のエラーが結果に重大な影響を及ぼさない場合は、デー

タの再送やエラー訂正を行わずに処理を続行することで、

ハードウェアや処理時間のオーバーヘッドを削減しよう

とするものである。このコンセプトにより、光通信技術

をコンピュータ内通信に適用する際に、より高度な通信

方式が適用可能となる。すなわち、従来の OOK ではな

く、広域光通信網で使用されている多値変調を、情報の

価値に応じて多値度を変える、すなわち、重要な情報は

高雑音耐性となるよう多値度を下げ、重要でない情報は

高変調効率となるよう多値度を上げる、エラー耐性可変

変調方式である。3年計画の2年目にあたる平成29年度

は、光デバイス性能、および、アーキテクチャの要件に

ついて詳細検討を行った。また、関連技術に関する国内

ワークショップのモデレータを務めると共に、コンピュ

ータアーキテクチャやシリコンフォトニクス技術など関

連技術が報告される国際会議に参加し、世界最先端技術

の動向調査を行った。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］コンピュータネットワーク、光通信 

 

［研 究 題 目］一般化差分部分空間に基づく特徴抽出の

完全解明と機能強化 

［研究代表者］福井 和広（筑波大学） 

［研究担当者］小林 匠（知能システム研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、パターン識別法として日本を中心に開発さ

れてきた部分空間法の発展系である一般化差分部分空間

法に対して、その数理的振る舞い・機能をパターン判別
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的観点から解明することを試みる基盤的研究である。 

 一般化差分部分空間法は、特徴ベクトルが成す部分空

間の間の弁別性が向上するような空間への射影を与える

手法であり、福井（研究代表者）らにより提案された。

これはパターンの弁別性を改善することを目的とする手

法であるため、特徴ベクトル間の弁別性を向上させるた

めに従来用いられてきた線形判別分析との機能的側面で

の類似性を見出すことができる。本年度は、一般化固有

値問題の枠組みにおける一般化差分部分空間法と判別分

析との数理的類似性に着目することで、現状の一般化差

分部分空間法には定式化の観点から判別力向上に資する

項が不足しているのではないかとの懸念を持つに至った。

そこで、一般化差分部分空間法への判別的指標の導入に

関する研究を行った。判別分析では、ユークリッド距離

を前提、つまり正規分布をサンプル分布の背後に想定し

ているが、一般化差分部分空間ではサンプル分布をより

幾何的な線形部分空間で近似している。このような前提

とするモデルの差異を考慮しつつ、クラス間の弁別性を

さらに向上させるような定式化の検討を行った。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］部分空間法、一般化差分部分空間法、判

別分析 

 

［研 究 題 目］機械学習の統計的安全性の理論 

［研究代表者］佐久間 淳（筑波大学） 

［研究担当者］神嶌 敏弘、兼村 厚範（以上、人間情

報研究部門）、松田 隆宏、村上 隆夫

（以上、情報技術研究部門）、 

佐久間 淳、日野 秀逸（以上、筑波大

学）（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

今年度は以下の4つの主要な実績があった。 

（1）個人情報からなるベクトルを入力値として、線

形モデルの評価値を公開した時に、第三者が評価値を得

た場合、予測値から入力個人情報である入力値を推定さ

れる可能性がある。複数の線形回帰モデルから得た予測

値から入力が推定されるリスクを定式化する方法を検討

した。 

（2）公平性を達成するような分類器を獲得する公平

性配慮型分類問題について研究を行った。既存の方法で

は、確定的な決定則とモデルバイアスの影響を無視して

いたが、これらを考慮した分布について公平性を保つ実

独立性の概念を提示した。この実独立性を達成すること

で、より高度な水準での公平性が達成できることを実験

的にも確認した。 

（3）外れ値検知あるいは新規性検出手法について研

究をした。特定の分布を仮定することなく仮説検定によ

り客観的に外れ値を検知する方法を検討した。具体的に

は、k 近傍距離に基づく任意の外れ値度関数を基に、検

査点が外れ値か否かを仮説検定によって判別する。仮説

検定を行うには検定統計量の分布が必要だが、これをブ

ートストラップ法を用いて与えられたデータに基づいて

推定する方法を考案した。 

（4）ユーザが自身のパーソナルデータに差分プライ

バシーを満たすようにノイズを加えてデータ解析者に送

り、データ解析者が元のパーソナルデータが従う分布を

推定する問題に関する研究を行った。具体的には、分布

推定法として反復ベイズ法に着眼し、サンプル数が少数

の場合における推定誤差を、Rilstone らの理論に基づ

いて補正する手法について検討した。そのほか、カイ二

乗検定の差分プライバシー、経験的リスク最小化の局所

差分プライバシー、深層学習による malware 解析、f-

divergence 推定に関する理論解析、などの成果をえた。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］データマイニング、公平性、プライバシ

ー 

 

［研 究 題 目］機械学習における統計的安全性の理論 

［研究代表者］佐久間 淳（筑波大学） 

［研究担当者］村上 隆夫、松田 隆宏（情報技術研究

部門）神嶌 敏弘、兼村 厚範、（人間

情報研究部門）佐久間 淳、日野 英逸 

（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 機械学習が重要な意思決定を担うためには、その予測

やモデルが訓練データの秘密を漏らさない、予測が外部

から恣意的に操作されない、非倫理的・差別的な意思決

定を行わない、などの安全性を保証する必要がある。本

研究では、これを達成するために、機械学習の予測プロ

セスにおいて、以下の二つの実現を目指している：（1）

訓練データの提供、学習モデルの公開、予測値の公開、

の各段階における、統計的な安全性の定義、を確立し、

その安全性を保証する手法を与える。（2）予測プロセ

スを通じて秘密情報を取得したり、予測値を恣意的に操

作しようとする能動的攻撃者の存在下における、暗号理

論的な安全性の定義を確立し、その安全性を保証する手

法を与える。 

 平成29年度では、ユーザが自身のパーソナルデータ

に差分プライバシを満たすようにノイズを加えてデータ

解析者に送り、データ解析者が元のパーソナルデータが

従う分布を推定する問題に関する研究で成果を挙げた。

具体的には、分布推定法として反復ベイズ法に着眼し、

サンプル数が少数の場合における推定誤差を Rilstone

らの理論に基づいて補正する手法について理論解析を行

い、MSE（Mean Squared Error）の二次項が低減でき

ることを理論的に証明した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］局所的差分プライバシ、反復ベイズ法、

分布推定誤差 
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［研 究 題 目］未来予測情報を起点とするサービスシス

テムの設計・運用手法に関する研究 

［研究代表者］谷崎 隆士（近畿大学工学部） 

［研究担当者］竹中 毅（人間情報研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、対面重視型サービス産業を対象とした、未

来予測起点のサービス最適化ループを実現することを目

的とする。従来研究は過去データの分析に重点を置いて

いるが、本研究では需要変化の予測を起点とし、未来予

測データをもとにサービス提供現場で起こりうる事態を

事前にシミュレートし、その結果に基づいてサービス提

供環境設計、人員計画、生産計画を支援することで、サ

ービスの同時性に起因する生産性低下要因の克服を図る

ことを目指す。また、従来研究は観測、分析、設計、適

用で構成されるサービス最適化ループを構成する要素技

術開発に主眼が置かれているが、本研究は要素技術を統

合し、企業内で最適化ループを実際に形成し、経営の意

思決定支援、サービス提供現場支援の実現を目指す。 

 平成29年度は飲食店の実際のデータをもとに、売上

や出品に関する需要予測モデルを構築し、その結果から

発注や生産計画を行うための意思決定支援技術の検討を

行った。さらに、新技術の導入による従来のオペレーシ

ョンの変更を前提とした、新たな発注、レイアウト計画、

設備計画などのサービス生産の環境設計支援システムの

確立を目指す。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］サービス工学、飲食サービス、需要予測 

 

［研 究 題 目］ケアリングの実践知を日常的に共有する

ための支援モデルの構築 

［研究代表者］渡辺 健太郎（人工知能研究センター） 

［研究担当者］渡辺 健太郎、西村 拓一、 

福田 賢一郎（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、看護・介護におけるケアリングの実践知

の共有の現状を分析し、その結果に基づき実践知の日常

的な表現形式・方法を開発すると共に、同表現形式を用

いた支援システムとその活用方法を看護・介護職員と連

携して開発・導入することで、継続的なケアリングの支

援モデルを実現することを目的とする。 

 本年度の目標は下記の2点であった。1点目は、大学

病院、介護施設等の看護・介護現場における情報媒体と

それを用いたコミュニケーションの調査を行い、特に、

紙媒体使用時と電子媒体使用時における、表現形式や方

法、各表現の具体的な意味やコミュニケーションへの活

用方法の違いを分析し、日常的に共有されうるケアリン

グの実践知の表現の特徴とその方法に関する要件を明ら

かにすることであった。2点目は、本分析結果を踏まえ、

日常業務の中でケアリングの実践知を情報システム上で

扱うための表現形式を開発することであった。 

 本年度は大学病院において、業務経験の異なる看護師

を対象とした、看護記録の方法とシステム利用に関する

半構造化インタビュー、ワークショップを実施した。ま

た、介護施設においても事前調査を実施した。その後、

収集したデータの分析を行い、情報システム上で実践知

を扱う際の表現の特徴分類を実施した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］ケアリング、実践知、知識共有 

 

［研 究 題 目］完新世の地球環境変動に対するサンゴ礁

堆積物生産量変動モデルの確立 

［研究代表者］藤田 和彦（琉球大学） 

［研究担当者］長尾 正之（地質情報研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

サンゴ礁海岸の堆積物はサンゴ礁石灰化生物を起源と

する生物源砕屑物から構成され、地球環境変動に対する

石灰化生物の応答の結果として形成された。しかし、地

球環境変動に伴ってサンゴ礁堆積物生産量が変動した可

能性はこれまでほとんど考慮されていない。そこで、サ

ンゴ礁堆積物生産量の長期変遷解明を目的として、北西

太平洋サンゴ礁海域の砂粒子の主要成分である有孔虫殻

を例に、地形学・堆積学・生態学・生理学的研究成果を

融合・発展させたサンゴ礁堆積物生産量変動モデルを確

立する。 

 平成29年度は、前年度に沖縄諸島久米島東岸の堡礁

型サンゴ礁で実施された野外調査の解析を進めるととも

に、この調査期間を含む複数年の客観解析データに基づ

いた周辺海域の平均的な海況の解析に着手した。今後、

これらのデータを解析し、サンゴ礁地形の生物地形学的

評価および有孔虫砂や珊瑚礫により維持されている島周

辺の基本物理環境の解明を行う。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］環境変動、完新世、サンゴ礁、堆積物生

産、有孔虫 

 

［研 究 題 目］遠隔作用変異の生成・抑制の分子機構 

［研究代表者］紙谷 浩之（広島大学・医歯薬保健学研

究院） 

［研究担当者］小松 康雄（生物プロセス研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 研究代表者らはこれまでに、位置特異的に DNA に導

入された変異塩基が、DNA の異なる部位に変異を誘発

することを見出している。この現象と関連し、1本鎖

DNA を細胞に外部より添加した場合、細胞中の DNA

に変異を誘発する現象も見出している。本研究は、広島

大学との共同で、これらの現象の原因を明らかにする。 

 H29年度は、クロスリンクして安定化させた2本鎖構



研 究 

(894) 

造を末端に有する1本鎖 DNA を合成し、細胞内に導入

して変異誘発能と変異導入部位の相関性を調べた。その

結果、クロスリンク2本鎖を有する DNA は、通常の1本

鎖 DNA よりも変異誘発能が高い可能性があることを確

認した。現在、2本鎖部位の構造を変えるなどし、2本

鎖部位の役割、クロスリンクの効果などを調べている。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］核酸化学、遺伝子変異、修復、DNA、 

 

［研 究 題 目］アパレルの国際競争力の強化を目指した

3Dバーチャル工業用ボディの開発と性

能評価 

［研究代表者］渡邊 敬子（京都女子大学） 

［研究担当者］持丸 正明（人間情報研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

【目標】 

本研究の目的は、アパレル用3D-CADで使用されるバ

ーチャルボディの科学的な構成方法を確立し、実際に日

本人体型に基づく3Dバーチャル工業用ボディを開発し、

その有用性を評価することにある。 

【研究計画】 

 平成28年からの4年計画の研究で、平成28年度に日本

人成人女性（20歳～70歳）600人の3D体形計測と上半

身の相同モデル化、平成29年度に、下半身の相同モデ

ル化、平成30年度に、それらの統計処理と代表形状の

導出、アパレル3D-CAD上での上半身と下半身の統合に

よるバーチャルボディ作成、平成31年度にはそのバー

チャルボディに衣服のゆとり量を付加する方法を検討し、

バーチャル工業ボディを開発する計画である。 

【年度進捗状況】 

 平成29年度では、下半身の相同モデリング技術、な

らびに、統計処理技術と代表形状導出について技術提供

した。また、相同モデル化した体形モデルの個人差をク

ラスタ分析する方法について助言するとともに、その成

果を、ISO TC133/WG1の国際標準で新たに議論されて

いる「体形類型（ボディタイプ）の定義」において、日

本提案として提出することに協力した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］デジタルヒューマン、人間工学、被服構

成学 

 

［研 究 題 目］被損傷前十字靭帯被覆下における移植腱

再構築過程促進の分子機序の統合的解明 

［研究代表者］近江谷 克裕（バイオメディカル研究部

門） 

［研究担当者］近江谷 克裕（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 被損傷前十字靭帯被覆下における移植腱再構築過程促

進の分子機序を明らかにすることを目的に、成羊前十字

靱帯再建モデルにおいて幹細胞様細胞の再生過程を検討

した。北海道大学医学研究院の近藤教授らは成羊前十字

靱帯再建モデルから被損傷靱帯から関節内移植腱へ遊走

させた群（被覆群）と、その処置を行わなかった群を作

製した（非被覆群）。移植腱は、半腱様筋腱を採取し、

Endobutton-CL とポリエステルテープを直列結合した

無細胞マトリクスを作製した。次に専用ガイドを用いて

大腿骨および脛骨の前十字靱帯付着部に6 mm の骨孔を

作製した。被覆群では、腱マトリクスを被損傷靱帯組織

の中を通して移植し、膝屈曲60度の肢位にて初期張力

40N を与え、screw 固定した。術後、膝固定は行わず

牧場で放牧した。各群とも術後4週および12週に屠殺し

て生体力学的、組織学的、および免疫組織学的評価に供

した。術後、両群とも各観察時期において軟骨変性や半

月板損傷はなかった。非被覆群の移植腱は薄い滑膜様組

織で被覆され、脛骨側付着部は正常靱帯に比べて断面積

が小さかった。一方、被覆群の移植腱は肥厚した線維性

滑膜組織で被覆されており、脛骨側付着部は正常靱帯に

近似していた。産総研では組織学的知見の分子学的な背

景を探るため、術後4週および12週の組織内の発現遺伝

子の網羅的な解析を計画、現在、サンプル調製を行って

いる。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］腱再構築、イメージング、遺伝子解析 

 

［研 究 題 目］低電圧高出力な半球殻状超音波トランス

デューサの開発 

［研究代表者］梅村 晋一郎（東北大学・医工学研究科） 

［研究担当者］梅村 晋一郎、吉澤 晋、高木 亮（健

康工学研究部門）（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 凹面型の超音波発生装置（トランスデューサ）を使い、

体外から超音波エネルギーを1点に集束させて局所的に

温度を上昇させることで、悪性腫瘍等を加熱壊死させる

治療法である、「強力集束超音波治療」が近年注目を集

めている。本治療に用いられるトランスデューサは、厚

み方向に振動する圧電セラミック柱を整列させポリマー

で固めた構造を持つ1-3複合圧電材料を用いたものが一

般的である。しかしこれらの材料を用いた素子の電気的

インピーダンスは大きくなる傾向があり、治療に必要な

出力を得るためには、超音波周波数域で使用可能な汎用

的半導体の許容最大電圧に近い数百ボルトの高電圧駆動

が必要であるという問題点がある。そこで、本研究では、

素子の電気インピーダンスを低くするための振動モード

を使った新たな駆動素子を開発し、低電圧でも高出力の

音場を生成する手法の開発を目的としている。 

 平成29年度は、厚み振動ではなく、幅方向の機械振

動を利用する新たな素子を作成し、その音場評価を行っ

た。本評価により従来よりも効率の良い振動素子を作成

することができた。 
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 次年度は、有限要素法を用いた音場シミュレーション

を行い、本素子を用いた多チャンネルのトランスデュー

サを作成し、その性能評価を行う予定である。 

［領 域 名］生命工学  

［キーワード］強力集束超音波治療、トランスデューサ、

圧電効果、共振特性、有限要素法 

 

［研 究 題 目］3次元機能回復モデル規範型リハビリシ

ステムの開発による麻痺手使用機会の向

上 

［研究代表者］井澤 淳（筑波大学システム情報系） 

［研究担当者］井澤 淳（筑波大学システム情報系）、 

村田 弓、肥後 範行（以上、人間情報

研究部門）（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

脳卒中後の心身機能の回復の背景には脳・神経の可塑

的変化による機能回復および機能代償システムが関わっ

ていると考えられるが、回復メカニズムの理解は不十分

である。本研究課題は脳損傷動物モデルを用いて、脳損

傷後の上肢運動機能の回復が麻痺手の使用機会の調整に

よってどのように変化するかを明らかにすることを目的

として行った。 

モデル動物にヒトと脳筋骨格構造が類似しているサル

を用いた。第一次運動野に損傷を作成した動物モデルを

用いて、把握機能の回復過程を調べた。母指と示指で小

さな物体を保持するつまみ動作が可能な動物であるサル

を対象に、また、脳損傷後の回復過程について数理モデ

ルを用いた解析を行い、回復過程の行動変化の仕組みを

明らかにすることを試みた。 

第一次運動野を損傷した後に、精密把握を行う把握動

作のトレーニングを繰り返し行うと、把握機能の回復が

認められた。さらに、脳損傷後の回復の過程において、

一時的に成功率が低下し、把握方法の戦略の転換が起こ

る「回復の谷」といえる現象が確認された。数理モデル

を用いた実験では、第一次運動野および運動学習に関わ

る数理モデルを用いて、コンピュータシミュレーション

によって脳損傷とその後のリハビリテーションを行い、

「回復の谷」を再現できるかを検討した。その結果、損

傷後のトレーニングの有無によって回復の谷の出現の有

無が変化する結果が認められた。この結果から、脳損傷

後のトレーニングの有無によって回復過程の行動変化や

タイムコースが影響を受けることが明らかになった。 

また、脳損傷後のトレーニング課題中の把握方法の変

化を調べるために、ビデオを用いて動作解析を行った。

行動評価のためのテスト課題では直径の異なる5種類の

孔を使用したが、トレーニング課題では、その内の1種

類の直径の孔だけを使用した。解析の結果、テスト課題

だけでなく、トレーニング課題中においても、回復過程

において、把握方法の変化が認められた。この結果から、

トレーニング中にも把握方法の変化が起きていることが

推察された。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］リハビリテーション、身体性システム、

機能回復、神経可塑性、把握動作 

 

［研 究 題 目］ランダム化比較試験による認知症等を有

する高齢者に対するロボットパロの効果 

［研究代表者］井上 薫（首都大学東京） 

［研究担当者］柴田 崇徳（人間情報研究部門）、 

井上 薫、小林 隆司、繁田 雅弘（以

上、首都大学東京） 

（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

動物のように人と共存し、特に身体的な相互作用を通

して、楽しみや安らぎの精神的効果を与え、人の心を豊

かにすることを目的に、メンタルコミットロボット「パ

ロ」の開発を行っている。動物の場合には、アレルギー、

人畜感染症、噛み付き、引っかき事故、管理、衛生など

の問題で、動物を飼うことができない人々や一般家庭・

医療福祉施設などがある。メンタルコミットロボットは、

動物と同様に、人々に様々な効用を与えようとしている。 

これまでに、アンケート調査や医療福祉施設での長期

実験などから、パロの効用に関して様々な評価を行い、

定量的、定性的研究により実証してきた。一般家庭では

ペットの代替として家族の一員に、医療福祉施設ではア

ニマルセラピーの代替として高齢者向け施設での生活の

質を向上させ、認知症高齢者の脳機能や行動を改善して

いる。 

本研究では、海外でのユーザ会議や日本でのパロによ

るロボット・セラピー研究会等のユーザからのコメント

や臨床評価結果等に基づき、認知症高齢者のセラピーに

適切なパロの行動生成動作アルゴリズム等の認知症用パ

ロの研究開発を行っている。また、地方自治体と連携し

ながら、在宅介護や施設介護でのパロのロボット・セラ

ピーの効果について検証を行っている。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］ロボット、認知症、在宅ケア、作業療法、

ランダム化比較試験 

 

［研 究 題 目］行動決定における報酬価値の脳内分散表

現メカニズム 

［研究代表者］設樂 宗孝（筑波大学医学医療系） 

［研究担当者］松本 有央、松田 圭司、肥後 範行 

（以上、人間情報研究部門） 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

報酬獲得のための行動決定を調べるために、2頭のサ

ルに、報酬までの労働負荷と報酬量の組み合わせを選択

する行動決定課題（行動選択型報酬スケジュール課題）

をトレーニングした。この課題では、3-4段階の報酬量
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と3-4段階の仕事量を組み合わせた9-16通りから、その

内の2つを選択肢として呈示し、選択を行わせる。選択

はモンキーチェア内に装備した左右のバーの内いずれか

を握ることで行う。行動選択の結果は報酬価値の指数関

数モデルでよく説明できた。このモデルを用いて眼窩前

頭皮質からの単一ニューロン活動を記録した結果、報酬

価値を表すニューロンが存在すること、2つの選択肢の

価値の差を表すニューロンが存在することがわかってき

た。 

また、行動選択に影響を与えると言われているセロト

ニンの働きを調べるために、セロトニン受容体4型の阻

害剤の影響を調べた。その結果、選択肢の選択確率には

影響しないが、スケジュール課題の誤答率が下がり、

Extended context sensitive model による解析の結果、

スケジュュール課題遂行時の報酬価値の割引率の減少と

sunk cost の増加が原因である可能性が示唆され、国際

学会（Society for Neuroscience 年次大会）およびセロ

トニン研究会で発表した。 

報酬価値を表すニューロンについて、複数ニューロン

による分散表現を調べるために、マルチユニット記録シ

ステムの開発を継続している。眼窩前頭皮質に16チャ

ンネルの linear array electrode を2本入れての同時記

録に成功しており、3本同時記録に向けて装置を作成中

である。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］行動決定、報酬価値、アカゲザル、眼窩

前頭皮質、単一ニューロン 

 

［研 究 題 目］白杖・車いす・義手義足の身体化モデル

の実験的検討を通した身体知覚に関する

考察 

［研究代表者］布川 清彦（東京国際大学） 

［研究担当者］井野 秀一（人間情報研究部門）、 

梶谷 勇（ロボットイノベーション研究

センター）、布川 清彦（東京国際大学）、 

土井 幸輝（国立特別支援教育総合研究

所）、井手口 範男（森ノ宮医療大学）、 

大石 健二（日本体育大学大学） 

（常勤職員2名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

本課題では、①「身体化（主観）= f（目的、道具デ

ザイン、動作、身体負荷、パフォーマンス）」という仮

説モデルの妥当性に関する実験的な検証、 ②白杖と同

じ身体外の道具である車いす、そして白杖とは違い失わ

れた身体部位を補うことを目的とする義手・義足へのモ

デルの適応可能性の検討、③自分の身体ではない道具が

自分の身体になるという現象のモデル化を通した身体知

覚の意味や働きについての考察を、主なテーマとして研

究を行っている。 

本年度は、仮説モデルの要因である目的とパフォーマ

ンスの関係を明らかにするために、白杖を用いた探索対

象の重さ推定に関する心理実験を視覚障害ユーザとアイ

マスクをした晴眼大学生を実験参加者として実施した。

視覚障害ユーザでは、手で押した条件での冪指数が0.99

であり、標準握りで握った白杖を用いた場合には冪指数

が0.82であった。他方、晴眼大学生では、手で押した条

件が0.43、標準握り条件は1.61という結果であった。以

上より、視覚障害ユーザと大学生の間で異なる傾向が得

られたことから白杖の利用の経験効果が推察された。ま

た、視覚障害者による探索対象の硬さ推定については、

その感度と聴覚情報の有効性を中心に議論した。さらに、

義手ユーザ・義足ユーザおよび義肢装具士と、車いすバ

スケット選手に対するヒアリングについて準備を進めた。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］身体化、動作、知覚、道具、福祉機器 

 

［研 究 題 目］白杖・車いす・義手義足の身体化モデル

の実験的検討を通した身体知覚に関する

考察 

［研究代表者］布川 清彦（東京国際大学） 

［研究担当者］梶谷 勇（ロボットイノベーション研究

センター）、井野 秀一（人間情報研究

部門）、土井 幸輝（特別支援教育総合

研究所）、布川 清彦（東京国際大学・

人間社会学部）（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 人間の心理現象として、道具などを身体の一部と知覚

する現象である身体化について、事故や病気などによっ

て手を失った人、あるいは先天的に手に障害のある人が、

手の機能の一部を代替するために用いる義手を題材に行

う研究である。義手を使用する人が義手を身体の一部と

みなすのか、道具として考えるのかは見解が分かれてい

るものの、いずれの場合においても、直観的に扱えるよ

うになるためには身体イメージの一部として義手を感じ

て、視覚情報に頼らなくても、ある程度義手を扱うこと

ができることが知られている。本年度は、義手に関わる

専門職との意見交換を通じて、切断後の復職を主なター

ゲットとして義手のかかわりに関するディスカッション

し、次年度以降の調査の内容について検討を行った。こ

の結果、現状では復職する際には同じ仕事に戻ることが

少なく、その原因としては、職場側が気を使って配置転

換をすることが多いためということであった。また、復

職までのリハビリテーション段階だけでは義手を身体イ

メージの一部として獲得できるとは限らず、実際には、

日常生活や就労場面での活用を通じて徐々に獲得する可

能性が示唆された。次年度に向けて生活場面や就労現場

での身体イメージの獲得などを中心に調査やディスカッ

ションを進めることを計画した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］義手、心理学、身体化、道具 
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［研 究 題 目］革新的グラフェンフラット電極の開発に

よる単分子デバイスの機能計測 

［研究代表者］小川 真一（ナノエレクトロニクス研究

部門） 

［研究担当者］小川 真一（他1名） 

［研 究 内 容］ 

 集積化分子デバイス実現のための配線形成として導電

性高分子鎖の研究を進めている。本研究の今年度の目標

は前年度に引き続き、導電性高分子鎖（配線）を周囲か

ら絶縁する方法の確立である。検討中の導電性高分子配

線はグラフェン膜上にエピ成長させた絶縁性高分子膜を

走査型トンネル顕微鏡を用いて選択的に配線状に導電性

に変化させることにより形成するが、下地のグラフェン

膜は導電性であるため他の配線と絶縁されないという問

題点がある。これら配線を絶縁するための一つの方法は

絶縁性高分子膜をエピ成長させる前に下地グラフェン膜

の結晶性を破壊することなく絶縁化することである。 

 ヘリウムイオン顕微鏡を用いたシリコン酸化膜上のグ

ラフェン膜へのヘリウムイオン照射による絶縁化技術を

本研究に応用し、単層グラフェン膜では1×1016/cm2の

ヘリウムイオン照射で絶縁化可能な領域の大きさ、例え

ばライン状の幅がどの程度まで可能であるか、を詳細に

検討した。伝導機構の物理的観点からはアンダーソン局

在の最小距離を検討する必要があり、ヘリウムイオン顕

微鏡内イオン照射下でのグラフェン膜の電流電圧特性測

定時のノイズ（昨年度：数 nA 実績）を10 pA 以下まで

低減改善し、ヘリウムイオンビームを照射しながらグラ

フェン膜の抵抗値変化を測定した。照射ライン幅数10 

nm 以下で抵抗が上昇する現象が観測できた。一方

SPM 容量顕微鏡を用いて評価したアンダーソン局在の

最小距離は25～50 nm であった。これらの結果の相違

は、ヘリウムイオン照射領域よりも更に外側にダメージ

領域が発生しているためと考える。詳細に関して来年度

も継続的に研究予定である。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］ヘリウムイオン顕微鏡、グラフェン、配

線、導電性高分子、単分子デバイス 

 

［研 究 題 目］表面 X 線回折直接法を用いた精密構造

解析による超薄膜化に伴う新規物性発現

の解明 

［研究代表者］高橋 敏男（東京学芸大学） 

［研究担当者］白澤 徹郎（物質計測標準研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 近年、バルクで着目されている物質を基板結晶上で薄

膜成長するとバルクとは異なる電子特性をもつようにな

ることが広く認識されるようになり、トポロジカル絶縁

体や超伝導体などが注目されている。これは、表面や界

面の存在により薄膜が格子ひずみを生じバルクとは異な

る原子配列とることに起因しているからである。本研究

では、まず第1に、典型的なトポロジカル絶縁体である

Bi2Se3がある臨界膜厚以下では、トポロジカル絶縁体で

はなくなることを、我々が開発してきた表面 X 線回折

法を駆使して原子層分解でその構造を精密解析し、構造

の観点からトポロジカル絶縁性を発現する起源を解明す

る。次に、Fe 系超伝導体である FeSe は、チタン酸ス

トロンチウム（SrTiO3）基板上に単層成長した場合に

は、超伝導転移温度がバルクでは10K 程度なのに対し

て65K と極めて高温になることで注目を集めており、

本研究においては FeSe 層および基板の表面層の構造を

精密解析し、超伝導転移温度が高くなる機構を構造変化

を通して明らかにする。本年度は、Bi2Se3超薄膜および

FeSe 超薄膜を製作してその場で表面 X 線回折測定する

ための分子線エピタキシー装置の整備を行った。この装

置を用いて Si（111）基板上に Bi を1原子層蒸着した

√3×√3-Bi 構造の上に成長させた Bi2Se3超薄膜（膜厚1、

2、3QL）を作製し、これら試料の表面 X 線回折データ

を取得した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］表面 X 線回折、超薄膜、トポロジカル

絶縁体、超伝導薄膜 

 

［研 究 題 目］ホモ・ヘテロ・ナノギャップ構造を持つ

周期ナノドット転写法の開発 

［研究代表者］中田 芳樹（大阪大学・レーザーエネル

ギー学研究センター） 

［研究担当者］奈良崎 愛子（電子光技術研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題では、超短パルスレーザー干渉加工法にお

いて、干渉パターン中のスポット毎にフェムトリットル

の溶融金属挙動が過渡形成される原理を利用し、ホモ・

ヘテロ・ナノギャップ構造を持つ金属ナノドットの周期

配列構造の形成に挑戦する。具体的には、前記フェムト

リットルの溶融金属をレーザー転写（LIDT, Laser-

Induced Dot Transfer）法に応用し、金属ナノドット周

期構造を任意基板上に自在形成可能な手法開発を目指す。

また複数回の干渉 LIDT やシングルドット堆積を組み

合わせる事で、一元または多元金属（金、白金など）等

のホモ接合・ヘテロ接合・ナノギャップ構造の作製に挑

戦する。バイオや触媒工学、プラズモニクスなど幅広い

分野に貢献する、素材・サイズ・配列が自由なナノ構造

作製法の基盤要素技術を開発する。本年度は、前年度得

られた金ナノドットのオンデマンド堆積に関する知見を

基に、ドットの一層の微細化を実現するための LIDT

システムの高度化に取り組んだ。具体的には、対物レン

ズ系 LIDT 装置を使ったスポット微細化によるドット

の極微細化と、ドット間ギャップの狭小化を可能にする

原料膜とレシーバー基材の新たな保持具を開発、超精密
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ステージを用いた LIDT 装置の改良を実施した。今後

は、本システムを用いた金などのモデル物質におけるプ

ロセス最適化を進め、金属ナノドットの周期配列とナノ

ギャップ構造の実現を目指す。 

［領 域 名］材料・化学  

［キーワード］周期ナノドット、ナノギャップ、レーザ

ー転写 

 

［研 究 題 目］2次元無機有機ペロブスカイト材料によ

るハイブリッド特有の光学応答 

［研究代表者］高田 徳幸（機能化学研究部門） 

［研究担当者］高田 徳幸（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 無機と有機が複合したペロブスカイト材料の二次元構

造を利用して、ハイブリッド特有の光学応答を顕著に出

現させ、デバイス応用（室温ポラリトンレーザ発振 等）

への基盤構築が本研究の目的である。本年度は、励起子

ポラリトン素子の CW レーザによる強励起実験により、

ポラリトン凝集（k=0モード付近の発光強度増大）の実

現や凝集エネルギーのレッドシフトの観測に初めて成功

した。 

 無機有機層状ペロブスカイト CHEPbI4を用いて、マ

イクロキャビティ（光共振器）構造素子（DBR／

CHEPbI4／NPB／Ag）を作製した。励起子ポラリトン

形成は、反射スペクトルの角度依存性評価により確認し

た。CW 半導体レーザ（励起波長450 nm）を励起光源

として用いて、ポラリトン素子の PL 特性（PL スペク

トル及び PL 空間分布）の励起強度依存性を観測した。 

 CW レーザ強度を増加させることで、k＝0（素子面

に垂直方向）の発光強度の増大が観測できた。無機有機

層状ペロブスカイトを用いたポラリトン凝集を初めて確

認することができた。さらに発光ピークエネルギーが低

エネルギー側にレッドシフトすることも観測できた。先

行研究においては、高密度ポラリトン状態が形成される

と、ポラリトン－ポラリトン相互作用により強結合状態

が阻害され、凝集エネルギーのブルーシフトが多く報告

されているが、今回のレッドシフトはこれまでの観測例

とは異なるため、引き続きその原因解明を進めている。 

今後は、光励起による室温ポラリトンレーザの実現や

ポラリトン LED 開発を進めると共に、ポラリトン機能

を活かした新たな素子開発も推進する。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］励起子ポラリトン、強結合状態、ポラリ

トン凝集、無機有機ペロブスカイト 

 

［研 究 題 目］圧力波フォーカシングを利用した高純度

シリコンクラスタービーム生成技術の高

度化 

［研究代表者］岩田 康嗣（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］岩田 康嗣、織田 望、内田 雄幸、 

富田 かな子（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 ナノクラスターの生成技術としてのレーザー蒸発法は、

高融点材料を含む多様な材料が適用でき、化合物では化

学量論比が保てるなどの優れた特徴をもつ反面、生成ク

ラスターのサイズ分散は一般的に大きくなる。この課題

を解決した新たなレーザー蒸発法が岩田等によって開発

され、楕円形状セルの一方の焦点を中心にアブレーショ

ンによって気層中を広がる衝撃波が壁で反射して再び他

方の焦点に集中し、クラスター生成を微小局所空間で従

来の1/10以下の短時間で生じさせることに成功した

（Chem. Phys. Lett., 358 (2002) 36-42）。本研究では、

プルーム中における粒子密度の時間変動を高速イメージ

ングと分光計測とを組み合わせた観測システムで解析し、

レーザー照射強度などの動作パラメターとの相関を明ら

かにして、クラスター生成の高効率化につなげることを

研究目標として研究を進めてきた。 

 平成29年度は、最も生成速度が遅いシリコンクラス

ターの高強度ビーム化に成功しているシリコンクラスタ

ー成膜システム（Cryst. Growth Des., 15 (2015) 2119-

2128）を利用して、クラスター生成条件とシリコンク

ラスター薄膜のナノ構造との相関について調べた。ナノ

構造の観測には、産総研の高分解能透過電子顕微鏡 

（Titan, Osiris）を利用して行った。生成セル出口径は

アブレーション粒子の閉じ込めに大きな影響を与え、径

の僅かな違いによりビーム強度が大きく変化する様子が

確認された。シリコンクラスター薄膜の電子状態を電子

エネルギー損失分光（EELS）により量子化されたプラ

ズモンによるエネルギー損失が観測され、新たな光材料

（plasmonics）としての利用の可能性を示唆した

（ 19th International Conference on Transparent 
Optical Networks, Girona, Spain, Jul. 02-06, 2017招

待講演）。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造   

［キーワード］レーザー蒸発法、シリコンクラスター、

シリコンクラスター超格子 

 

［研 究 題 目］低逆転頻度期の古地球磁場強度長期連続

変動の解明－外核プロセスへの新たな制

約 

［研究代表者］山本 裕二（高知大学） 

［研究担当者］小田 啓邦、片山 礼子（地質情報研究

部門）（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

古地球磁場強度長期連続変動の解明のために高島沖か

ら得られた琵琶湖の柱状堆積物試料による地磁気永年変

化の分析をおこなった。堆積物は少なくとも13層の火

山灰を挟む泥からなる。13層準から植物片による14C 年

代測定値が得られており、これによって暫定的に過去4

万年程度の年代モデルが作成されている。今年度は、こ
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れまで行った古地磁気キューブおよび u-channel（20×

20×1,000 mm）と LL-channel（10×10×1,000 mm）

の古地磁気測定結果のデコンボルーション解析および解

釈を進めた。特に琵琶湖の先行研究（Hayashida et al., 
2007）に見られる約2,700年前の伏角の極小値について

比較検討を行ったが、Ali et al., (1999) による約2,300

年前の伏角の極小値が年代モデルを改訂することで対応

することを確認した。さらに、中東から報告されている

地磁気スパイク（geomagnetic spike）として知られる

約3,000年前の急激な磁場強度増加（Ben-Yosef et al., 
2009; Shaar et al., 2011）との関連性を調査した。また、

高知大学海洋コア総合研究センターで蛍光 X 線分析コ

アスキャナおよび X 線 CT による分析を行った。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］地磁気永年変化、パススルー超伝導岩石

磁力計、センサー感度曲線、デコンボル

ーション、琵琶湖堆積物、地磁気スパイ

ク、蛍光 X 線分析、X 線 CT 

 

［研 究 題 目］最終氷期以降の太平洋子午面循環と気候

変動 

［研究代表者］岡崎 裕典（九州大学） 

［研究担当者］岡崎 裕典（九州大学）、池原 実（高

知大学）、板木 拓也（地質情報研究部

門）、久保田 好美（国立科学博物館）、 

佐川 拓也（金沢大学）、杉崎 彩子

（地質情報研究部門）、関 宰（北海道

大学）、堀川 恵司（富山大学） 

（常勤職員2名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

海洋大循環は膨大な熱と二酸化炭素などの物質の輸送

を担い、数十年から1,000年オーダーの地球規模気候変

動に重要な役割を果たしている。本研究では、太平洋子

午面循環の要である北西太平洋を対象海域とし、北太平

洋における水塊構造と循環速度の変化を海底堆積物記録

から復元することで、最終氷期から最終退氷期における

太平洋子午面循環像を明らかにすることを目的としてい

る。地質情報研究部門では、微化石、環境岩石磁気、

OSL 年代測定、テフラ層序を担当している。平成29年

度は、海洋調査船「新青丸」、海洋調査船「白鳳丸」の

研究航海で採取された試料を対象として、微化石群集の

解析、環境岩石磁気の分析を進めた。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］古海洋学、北西太平洋、第四紀 

 

［研 究 題 目］高圧下微小破壊音測定実験によるスラブ

内地震発生メカニズムの解明 

［研究代表者］中大内 智（愛媛大学・地球深部ダイナ

ミクス研究センター） 

［研究担当者］雷 興林（地圏資源環境研究部門） 

中大内 智（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

高温高圧下での岩石破壊実験の際に発生するアコース

ティック・エミッション（AE）を精度よく検出可能な

実験システムを構築し、3次元空間における AE 震源位

置の決定精度が±1 mm 以下の誤差を実現した。2017

年に、研究グループは大型放射光施設 SPring－8にて、

稍（やや）深発地震が起こる深さに対応する温度圧力条

件下でカンラン岩を変形させ、岩石中でのミニ人工地震

発生の際に発生する AE を測定するとともに、得られた

試料の電子顕微鏡による微細組織の観察を行った。この

結果、プレートの岩石の一部分に変形のエネルギーが局

所的に集中することで、部分的に岩石が溶融し、その結

果岩石の強度が低下して断層ができ、地震の発生に至る

ということを明らかにした。本研究の結果は、プレート

内部にて発生する稍深発地震の発生原因を統一的に説明

可能であるため、基礎科学的に重要な成果であり、

Nature Geoscience に公表した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］稍深発地震、D-DIA 型変形装置、カン

ラン岩、溶融 

 

［研 究 題 目］メソ細孔空間における酵素構造の理解と

機能集積酵素センサーの開発 

［研究代表者］伊藤 徹二（化学プロセス研究部門） 

［研究担当者］伊藤 徹二（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、酵素を基質認識・信号変換部位とした長

期安定・高感度センシング系を開発することで、予防医

療の実現で求められる「体内埋め込み型」、あるいは、

「だ液・呼気試料用」の次世代型センサー開発を目的と

する。そのために、酵素の構造・機能が安定化されるメ

ソ細孔空間（メソサイズの3次元的細孔空間）を新規材

料系で作製するとともに、細孔内酵素反応に関わる一連

のプロセスを俯瞰して「物質輸送・拡散場、酵素の安定

化・反応場、信号変換場」を微小領域に適切に集積する

新たな『メソ生体触媒システム』を設計・創製する。ま

た、中性子散乱を利用して細孔内酵素の安定化機構の統

一的理解を図ることで、微小空間での酵素に関わる新し

い学術的展開を図る。 

 平成29年度は、中性子小角散乱（SANS）を用い、コ

ントラストマッチング法によりメソポーラスシリカに起

因するシグナルを除去することで、細孔内に閉じ込めら

れた物質構造の選択的な観測を行った。その結果メソ細

孔内でのタンパク質の構造解析に成功し、酵素の安定化

メカニズム、および吸着メカニズムに関する知見を得た。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］化学・バイオセンサー 

 

［研 究 題 目］新規固体電解質の開発を目指した高 Li
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イオン伝導性カーボネート型共重合体の

創製 

［研究代表者］敷中 一洋（化学プロセス研究部門） 

［研究担当者］敷中 一洋（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、CO2／エポキシド共重合体（ポリカーボネ

ート）型固体高分子電解質（SPE）の優れたイオン伝

導特性に着目し、単体ポリマー同士では混ざらないエチ

レンオキシド（EO）成分とエチレンカーボネート（EC）

成分からなる新しい共重合体を合成し、室温で10-3S/cm

以上のイオン伝導度かつ0.8以上の Li イオン輸率を達成

する SPE の構成素材（共重合体・Li 塩・フィラー）を

決定し、セパレーター不要のフレキシブル電池の開発を

目指すことを目標としている。本研究の中で、当グルー

プは SPE の構成部材であるフィラーの選定を担当して

いる。 

 本年度は、第一に円筒状粘土鉱物であるイモゴライト

の無機フィラーとしての利用を検討した。具体的には本

研究で用いる SPE であるポリエチレンカーボネートと

イモゴライトの混練法・溶媒キャスト法などによる複合

を検討し、溶媒キャスト法によりポリエチレンカーボネ

ートとイモゴライトが凝集なく複合できることを見出し

た。第二に植物の同時酵素糖化粉砕により抽出された未

変性リグニンを SPE のフィラーとして検討した。結果、

未変性リグニンはポリエチレンカーボネートの耐熱性を

大幅に向上させ、同時に逆可塑剤として働くことを見出

した。また、予備的検討によりフィラーを添加してもポ

リエチレンカーボネートのイオン伝導性は、大きく変化

しないことも明らかにした。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］ポリカーボネート、固体高分子電解質、

フィラー 

 

［研 究 題 目］全固体電池における力学・電気・化学的

因子相互作用機構の解明とその応用 

［研究代表者］鷲見 裕史（無機機能材料研究部門） 

［研究担当者］鷲見 裕史（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

燃料極支持型固体酸化物形燃料電池（SOFC）では、

燃料極基板との熱膨張係数の差によって固体電解質薄膜

に巨大な内部応力が導入される。電解質薄膜の欠陥は

SOFC セルスタックの力学・電気・化学的信頼性を低

下させる要因となるため、特に製造工程において導入が

想定される欠陥については予め非破壊で検査できること

が望ましい。今年度は、アコースティック・エミッショ

ン（AE）法による電解質内欠陥の非破壊検出を試みた。

走査型電子顕微鏡（SEM）観察において欠陥が確認さ

れなかった燃料極支持型 SOFC の電解質薄膜では、燃

料遮断時においても AE 信号は観測されなかった。一方、

成膜治具の不具合等によって欠陥が導入された電解質薄

膜では、燃料遮断時に多数の AE 信号が観測された。こ

れは、空気極から電解質内の欠陥を通じて酸素が拡散し、

燃料極に含まれる Ni 触媒が酸化して体積膨張した際に

微構造が破壊され、微小な音が生じたためである。Ni

再酸化に伴う SOFC 燃料極の劣化メカニズムの解明に

向けて、有用な知見が得られた。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］燃料電池、エネルギー効率化、薄膜、ア

コースティック・エミッション 

 

［研 究 題 目］都市気候と空調エネルギー需要の相互作

用感度（PFB 感度）の定量化とその国

際比較 

［研究代表者］髙根 雄也（環境管理研究部門） 

［研究担当者］髙根 雄也、亀卦川 幸浩、大橋 唯太、

井原 智彦（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、都市域での“気温上昇→冷房需要増→排

熱増→更なる昇温”のポジティブフィードバックによる

都市気温と空調エネルギー需要の相互作用感度（PFB

感度）に着目する。研究代表者らが PFB 過程を含む世

界初の数値モデルとして開発した都市気候と建物エネル

ギーの連成数値モデルを大阪、ロンドン、デリー、ジャ

カルタへ適用し、都市気温と冷房電力需要に対する二つ

の現況 PFB 感度の定量化を試みる。この為、建物エネ

ルギーモデルを国外へ適用すべくその改良を行い、国外

3都市で実施する屋内外気象観測の結果と比較し検証す

る。検証後の連成モデルで PFB 感度を定量化し、対象

4都市間での差異とその要因を解明する。最後に、都市

～全球の気候変動予測における PFB 過程のモデル実装

の要否やモデル改良の今後の方向性を明確化する。 

 本年度は、昨年度に実施した数値モデルの検証結果を

受け、大阪市を対象に PFB の定量化を実施した。その

結果、PFB 感度は、地球温暖化に伴い現在から将来に

かけて線形的に増加することが示唆された。具体的な

PFB 感度は、日本の夏の平均気温が現在よりも+0.5 ℃

上昇する将来では最大0.04 ℃、+1.5 ℃上昇する将来で

は最大0.22 ℃、+3.0 ℃上昇する将来では最大0.60 ℃

に達することが示唆された。 

 次年度は、ロンドンの計算に必要な基礎的なパラメー

タ収集および PFB の定量化を行う予定である。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］都市気候、人工排熱、電力需要、気候変

動、地球温暖化、空調使用 

 

［研 究 題 目］環境汚染を内包する産業ランドスケープ

の GI 化のためのプラットフォーム構築 

［研究代表者］保高 徹生（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］保高 徹生（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
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 環境汚染を内包する産業ランドスケープの GI（グリ

ーン・インフラ）化のためのプラットフォーム構築の研

究の推進のため、環境汚染に基づく規制により長期的に

避難を強いられた地域の住民の現状について、昨年度に

引き続き、現地調査を実施した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］未利用地、放射性セシウム、ブラウンフ

ィールド、グリーンフィールド 

 

［研 究 題 目］低エネルギー高速磁化反転技術のための

反強磁性構造の創製 

［研究代表者］今村 裕志（スピントロニクス研究セン

ター） 

［研究担当者］今村 裕志（常勤職員1名） 

[研 究 内 容］ 

 本研究では、反強磁性をキーワードに、反強磁性と強

磁性層の接合における磁化ダイナミクスや、異なる強磁

性層間の界面における反強磁性定期な交換結合の利用に

より、磁化反転を高速化および低エネルギー化すること

を目的とする。平成29年度は東北大学グループで行わ

れた強磁性層積層膜 L10-FePt / Ni81Fe19におけるマイ

クロ波共鳴を利用したスピン起電力の実験データにたい

するシミュレーション解析を行った。東北大学の実験で

得られた各共鳴モードにおけるスピン起電力の相対強度

をシミュレーションで再現できることを確認し、各モー

ドにおける自家ダイナミクスを明らかにした。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］スピントロニクス、反強磁性  

 

［研 究 題 目］親／疎水性ナノ空間を併せ持つ有機－無

機ハイブリッド型多孔体の開発と触媒

への応用 
［研究代表者］池田 拓史（化学プロセス研究部門） 

［研究担当者］池田 拓史（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本年度は、メチル基およびプロピル基に SiO3が1つ付

いたオルガノケイ酸、アルミナ Al2O3、NaOH を原料

とする混合ゲルの水熱反応から、新規ハイブリッドアル

ミノシリケート KCS-11及び KCS-12を得ることに成功

した。この2つの化合物について、結晶構造解析を行い、

両者とも、層状のアルミノシリケート骨格からなり、単

位胞に2枚の骨格レイヤーを含んでいる。また骨格は、

ソーダライトケージを半分にしたトポロジーを有し、既

知である層状ケイ酸塩 HUS-1とほぼ同じであった。骨

格レイヤー表面の Si 原子にはメチル基、プロピル基が

それぞれ繋がっており層間を埋めている。KCS-11及び

KCS-12ともに、骨格の酸素6員環中心には Na イオンが

電荷補償のカチオンとして分布していた。両者は構造的

な特徴が非常によく似ているにもかかわらず、KCS-11

は疎水性、KCS-12は親水性を示した。とくに KCS-12

では、層間の空隙部に多量の水分子を含んでいることが

X 線構造解析から明らかになった。この違いは、層間の

空隙体積の違いによるもので、KCS-12では水分子が層

間の空隙に物理吸着していると考えられる。 

 また、構造解析法である実空間法についてハイブリッ

ド化合物に最適化した改良を行った。まず、構成元素の

全てに関して局所構造を固体NMR測定で測定し、結晶

を作っているフラグメント部位を決める。実空間法解析

では、フラグメントをあたかも分子のように見なし、ユ

ニットセル内におけるパッキング構造を求めていく。フ

ラグメント構造の末端酸素の重複処理や、Si-Siもしく

はSi-Al原子間距離の制約条件を取り入れている。検証

の結果、結晶性の低いハイブリッド化合物では非常に効

果があり、計算量は多いものの低分解能な粉末X線回折

データから結晶構造が解けることを確認した。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］無機－有機ハイブリッド、水熱合成、粉

末X線回折、結晶構造解析、ナノ多孔体 

 

［研 究 題 目］ダイヤモンド半導体を用いたパッシブな

宇宙用電子放出源の実現可能性評価 

［研究代表者］加藤 宙光（先進パワーエレクトロニク

ス研究センター） 

［研究担当者］加藤 宙光、竹内 大輔 

（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 増え続ける宇宙ゴミの問題を解決するためには、混雑

軌道上にある大型のデブリを除去する必要がある。この

デブリ除去を低コストで実現するためには、エレクトロ

ダイナミックテザー（EDT）の開発が必要となる。本

研究はこの EDT に必要不可欠な電子放出源に関するも

のであり、最終的に電力供給や制御を必要としないパッ

シブな電子放出源の実現に向け、その実用化研究に入る

ために必要な基盤技術を確立することを目的とする。ダ

イヤモンド半導体は、その表面状態を制御することで、

負の電子親和性の状態を持ち、実効的な仕事関数を大幅

に引き下げることができるユニークな材料である。また、

負の電子親和性という特殊な状態により、ダイヤモンド

半導体を適切に組み合わせたダイオードに電流を流すだ

けで、空間に電子が漏れ出る現象も見つかっている。こ

れらのダイヤモンド半導体の特異性と、宇宙環境という

地上とは異なる特異な環境条件を組み合わせることで、

宇宙空間においてパッシブな大電流電子放出が期待でき

ると考える。 

モリブデン製のホロカソード電極上へのリンドープし

たナノダイヤモンド成膜を行い、水素終端面表面からの

熱電子放出特性評価を行った。通常のカーボン材料の仕

事関数と比較して、水素終端化したダイヤモンド半導体

の仕事関数は小さい値であることが確認された。ただし、

地球周回軌道上の原子状酸素環境を模擬した実験におい
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て、水素終端表面が、酸素終端化することが明らかとな

った。ダイヤモンド電極自体の耐性はあるものの水素終

端の安定性については懸念事項となった。 

［領 域 名］環境・エネルギー   

［キーワード］ダイヤモンド、スペースデブリ、負性電

子親和力、エレクトロダイナミックテザ

ー 

 

［研 究 題 目］300 ℃・10 MGy の耐熱耐放射線性能を

持つ電子・撮像デバイス用微小電子源の

開発 

［研究代表者］長尾 昌善（ナノエレクトロニクス研究

部門） 

［研究担当者］長尾 昌善、辰巳 憲之 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 福島第一原子力発電所の圧力容器内の観察をはじめと

し、事故時の高温・高放射線線量下であっても動作する

カメラや電子デバイスを、半導体の微細加工技術を用い

て作製する電界放出型の微小電子源（真空電子デバイス）

を用いて実現することを最終的な目標としている。この

研究課題においては、第一段階として真空電子デバイス

の基本構成要素である電界放出電子源に耐高温・耐放射

線性を付与することを目的とする。電子源においてはこ

れらの特性は電極間絶縁膜の特性で決まる部分が大きい

ことから、高温で絶縁性の良い、かつ、耐放射線性のあ

る絶縁層薄膜を開発し、その薄膜を用いた電界放出電子

源作製プロセスを確立して、高温・放射線に耐えうるこ

とを示すことを目的としている。SiO2膜と SiN 膜の2

層構造を持つ Volcano 構造のエミッタが作製可能かど

うか、作製プロセスの検討をおこなった。SiO2膜250 

nm と SiN 膜30 nm とし、既に開発したエッチバック

法により SiO2のみの場合と比べてエミッタの開口形状

が変化するかを調べた。その結果エッチバック法により

エミッタが開口でき、電子放出可能なデバイスが作製で

きることが確認できた。また、集束電極とゲート電極の

間の絶縁層も2層構造としたダブルゲート型 Volcano 構

造エミッタの作製方法も開発した。真空容器に電子源を

搭載し、単独で電子源を動作させることができることを

確認するとともに、実際に60 Co ガンマ線照射装置にお

いてガンマ線を照射しながら電子源を動作させることが

できることを確認した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］耐放射線、電界放出電子源、真空デバイ

ス 

 

［研 究 題 目］畜産環境における耐性菌出現防止のため

の抗生物質の磁気分離 

［研究代表者］井原 一高（神戸大学） 

［研究担当者］間世田 英明（バイオメディカル研究部

門）（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 畜産業において、家畜の疾病治療そして成長促進等を

目的として動物用抗菌剤（抗生物質）が使用されている。

近年、畜産業で使用された抗生物質が畜産廃水および廃

棄物を通じて環境拡散し、関連する耐性菌の出現が指摘

されている。本研究の目的は、薬剤耐性菌の出現を防止

するため、畜産廃水に含有する抗生物質の処理技術とし

て、永久磁石を用いた磁気分離法を確立することである。

特に、畜産施設といったオンサイトで処理装置を展開で

きることを目指し、経済的で維持が簡便な磁気分離装置

の開発を目標としている。抗生物質は強磁性物質ではな

いため、そのままでは磁気力での牽引は困難であるが、

磁性を付与することができれば磁気分離が可能になる。

本年度は、抗生物質の磁気分離研究として畜産廃水に含

有する抗生物質への電気化学磁気シーディング法（磁性

付与法）の検討および Nd-Fe-B 磁石を用いた磁気分離

装置による抗生物質の高勾配磁気分離試験を実施した。

磁気分離処理による目標値を設定するために、水処理微

生物を用いた抗生物質への暴露評価試験を行った。 

 抗生物質の磁気分離研究では、永久磁石においても高

勾配磁界による排水での抗生物質の除去率向上の効果が

得られることを立証した。また、抗生物質の暴露評価試

験においては、排水処理過程を想定しニューキノロン系

抗菌剤の暴露経験がある活性汚泥由来の微生物群集に対

する再暴露試験を実施し、他の抗菌剤に対しても耐性を

示す細菌群を確認した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］抗生物質除去、排水 

 

［研 究 題 目］気道上皮細胞特異的なインフルエンザ感

染に対する炎症応答  

［研究代表者］川口 敦史（筑波大学・医学医療系） 

［研究担当者］夏目 徹、足達 俊吾（創薬分子プロフ

ァイリング研究センター） 

（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 インフルエンザウイルスは気道上皮細胞に初感染する。

それに対し、気道上皮細胞は物理的なバリアとして機能

するだけでなく、炎症性サイトカインを産生することで

自然免疫細胞を遊走活性化させて感染早期での生体防御

を惹起する。一方、過剰な炎症性サイトカインの産生は、

病態の増悪を引き起こす。従って、気道上皮細胞でのウ

イルス感染応答を理解することは、インフルエンザウイ

ルス感染の病態を理解する上で重要である。本研究では、

気道上皮細胞における（1）インフラマソームを介した

IL-1の発現制御機構の解明、（2）ウイルスタンパク質

NS1による炎症性サイトカイン mRNA の転写後制御機

構の解明を通して、インフルエンザ感染症の病態の理解

に資することを目的とする。 
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 本年度は、タンパク質複合体同定手法の開発を行うと

ともに、新たな NS1結合タンパク質の同定を目指した。

その結果、タンパク質複合体の同定に、クロスリンクの

手法を導入、細胞内でのタンパク質結合を保ったまま複

合体を精製し、質量分析により同定する事が可能となっ

た。この手法により、これまでのクロスリンクを用いな

い手法では同定できなかったタンパク質を同定する事に

成功しており、現在その意義の解析を行なっている。

NS1タンパク質の解析については、NS1結合タンパク質

として新たに転写制御に関わるタンパク質の同定に成功

し、同定したタンパク質がウイルスに対する NS1を介

した免疫応答制御に関わる重要な因子であることを明ら

かとした。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］質量分析、ウイルス、宿主、タンパク質

相互作用 

 

［研 究 題 目］DNA 損傷と細胞死応答に基づく「がん

陽子線・複合免疫療法」の開発 

［研究代表者］坪井 康次（筑波大学） 

［研究担当者］伊藤 敦夫（健康工学研究部門）、 

坪井 康次、榮 武二（以上、筑波大学）

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、難治性固形腫瘍を克服するために、陽子

線照射により局所の腫瘍を根絶するとともに遠隔転移を

防ぐ「がん陽子線・複合免疫療法」を実現するための基

礎的研究を行う。具体的には腫瘍に対する陽子線照射で

誘導される「免疫原性細胞死」により惹起されるがん免

疫応答を明らかにする。DNA の損傷修復を抑制し、免

疫原性細胞死を誘導する機構の陽子線増感効果と免疫賦

活効果を明らかにする。陽子線照射後の新規アジュバン

トの局所投与による全身的がん免疫賦活効果を明らかに

する。産総研は主に上記アジュバントの開発を担当する。 

 平成29年度は、リン酸カルシウム系アジュバント候

補材がキャリアとして機能することを確認するため、組

み合わせて使用することが想定される抗原または抗体の

担持能及び徐放能を検討する。抗体及び抗原は単純な物

理吸着によってリン酸カルシウム系アジュバント候補材

料への担持が可能か否かを明らかにする。抗原の担持量

については更に温度、懸濁媒の種類及びイオン強度、抗

原濃度等をパラメータとして最適化を行う。また担持さ

れた抗原の徐放挙動が、投与される環境の pH によって

変化するか否か確認する。これと並行し、臨床応用を見

据えて日本薬局方に収載されている医薬品を原材料とし

て一定品質のリン酸カルシウム系アジュバント候補材を

調製するための標準作業手順書案の作成を行う。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］がん、放射線、免疫療法、アジュバント 

 

［研 究 題 目］スマートナノバイオマテリアルの開発と

口腔領域における臨床応用への展開 

［研究代表者］湯田坂 雅子（ナノ材料研究部門） 

［研究担当者］湯田坂 雅子、片浦 弘道、横山 敦郎 

（北海道大学）、平田 恵理（北海道大

学）（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 これまで北海道大学の横山教授はカーボンナノマテリ

アル（CNMs）を応用して骨芽細胞培養用スキャホール

ドの開発やチタンへの表面修飾等を行うとともに生体反

応を解析し、口腔領域における再生医療用生体材料への

CNMs の応用の可能性を示してきた。本研究では、横

山教授との共同研究により、昨年は抗生物質の CNM へ

の担持に成功し、それを用いると薬剤の抗菌効果を向上

できることを明らかにした。2017年度では、そのメカ

ニズムを検討した結果サイズが小さい CNM が高い効果

をもたらすことがわかり、CNM のサイズ制御が重要で

あることがわかった。他方、前年度研究では、局所埋入

した CNM は全身への拡散がほとんど無いという結果が

得られ、実用化に際しての安全性が高いことが推定され

た。今年度はさらに、組織観察を行い、埋入した CNM

の状態を観察したところ、マクロファージに取り込まれ

ており、リソソームに局在していることが判明した。

CNM では、マクロファージに取り込まれても、免疫活

性に影響を与えないことを以前確認しており、CNM の

局所埋入の高い安全性が示唆された。 

［領 域 名］材料・化学  

［キーワード］ナノカーボン、骨再生 

 

［研 究 題 目］筋線維芽細胞と血管内皮前駆細胞の創傷

治癒作用に着目した難治性顎骨壊死の治

療法開発 

［研究代表者］池本 光志（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］池本 光志（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 ビスホスホネート（BP）は骨粗鬆症やがんの転移治

療に有効な薬物であるが、抜歯などの口腔内創傷治癒過

程に於ける炎症の遷延化や顎骨壊死を誘導する。特に、

ゾレドロン酸（ZA）は、BP 製剤のなかでもがん骨転移

抑制効果が高いが、上記副作用が臨床応用上の大きな問

題となっている。本研究では、創傷治癒や組織再生に重

要な役割を果たす筋繊維芽細胞と血管内皮細胞に焦点を

あて、ZA による組織再生機能阻害の分子機序を細胞シ

グナル伝達系と細胞内輸送系から解明する。Addicsin

は、TGF-β受容体の細胞内局在制御因子 Rab ファミリ

ーの機能調節因子である。TGF-β系シグナルは、間葉

系幹細胞の分化シグナルとして働いて創傷治癒時の結合

組織の供給を促進する。そこで、ZA が Addicsin-Rab

ヘテロ複合体形成に抑制的に作用する可能性と、ZA 依

存的に複合体形成能が変化する Addicsin 複合体形成因
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子の解明を進める。本年度までに、Addicsin 複合体形

成因子を免疫沈降実験等にて解明するため、Tag を付加

した Addicsin 発現ベクターや、結合ドメイン決定のた

めの部位欠損 Addicsin 発現ベクターの構築を完了した。

また、各種ストレス刺激による Addicsin 細胞内局在変

化を検討した結果、酸化ストレス（過酸化水素刺激）や

ホルボルエステル刺激等により、細胞内局在を小胞体か

ら細胞膜へと顕著に変化させることが明らかとなった。

また、酸化ストレス負荷時における Addicsin ヘテロ複

合体形成因子を免疫沈降法により検討した結果、いくつ

かの未知候補因子が酸化ストレス依存的にヘテロ複合体

を形成することが明らかとなった。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］ビスホスホネート、ゾレドロン酸、炎症

遷延化、顎骨壊死、TGF-β、Addicsin、

細胞内局在変化、細胞内輸送系 

 

［研 究 題 目］人力小規模金採掘が農水産物に与える水

銀汚染の時空間的影響評価と対策手法 

［研究代表者］竹中 千里（名古屋大学） 

［研究担当者］村尾 智（地圏資源環境研究部門）、 

竹中 千里（名古屋大学）、 

池口 明子（横浜国立大学）、 

冨安 卓滋（鹿児島大学）、 

野中 健一（立教大学） 

（常勤職員1名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

ASGM（Artisanal and Small scale Gold Mining）

が行われているフィリピン・カマリネスノルテ州の

Labo 市と Jose Panganiban 市を対象に調査を行い、昨

年度と同様、製錬所とその周辺で植物試料と土壌試料を

採取した。植物試料と土壌試料では、植物種は採取地点

によって水銀濃度は大きく異なり、種間の吸収能力の差

および土壌中の水銀の局在に起因すると推測された。製

錬所以外の地点では、製錬所のような著しい水銀汚染は

見られなかったが、一部の植物試料において、非汚染地

における既存の報告濃度よりも高いものがみられた。現

在、観察事実とデータに基づいて、大気から降下・沈着

する水銀の影響について検討中である。 

昨年度の毛髪試料の分析からは、健康への影響が心配

されるほどの高濃度の水銀は検出されなかった。また、

ASGM を行っている村と行っていない村の間に毛髪中

の水銀濃度の差は見られなかったが、魚を食べる頻度・

魚の入手方法によって水銀濃度に差が出た。そこで、今

年度は地元民の魚食について、集中的な調査を行った。

地元住民への水銀の影響としては、食生活による影響が

どの程度であるか、さらに解析を続けている。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］零細及び小規模金採掘、フィリピン、水

銀、農水産物、ASGM 

［研 究 題 目］ドミニカ共和国沿岸の重金属汚染の時空

間的推移と流入実態の調査と負荷源対策

の検証 

［研究代表者］作野 裕司（広島大学） 

［研究担当者］鈴木 淳、長尾 正之（地質情報研究部

門）（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

カリブ海に位置するドミニカ共和国のように、鉱物資

源を主な輸出品とする発展途上国では、沿岸域での重金

属汚染が深刻であるにも関わらず、重金属を対象とした

汚染モニタリング体制が貧弱であるため、汚染状況の推

移を把握できていない。鉛等の人為起源の汚染が予想さ

れるハイナ川河口域以外のサンゴ礁を対象に、通常の海

域におけるサンゴ骨格中の重金属濃度を把握する目的で、

ドミニカ共和国の沿岸各地を対象に、環境ベースライン

調査を継続実施している。ドミニカ共和国北部のサマナ

湾の湾口部及び外洋部にて、2016年2月に採水およびサ

ンゴ分布状況について海域調査が実施され、今年度はこ

の採水試料について、水質分析（栄養塩、塩分、全アル

カリ度等）を行った。塩分と全アルカリ度の顕著な相関

関係から陸水の流入が示唆されるが、濁度と塩分には明

瞭な関係がみられず、調査測線が設定された湾口部では、

海水の濁度は必ずしも陸水の影響ではないことが示唆さ

れた。塩分とケイ酸濃度にも明瞭な相関関係が認められ

た。溶存無機態窒素（DIN）及び溶存無機態リン濃度は、

0.8 µM及び0.09 µM以下で、サマナ湾の湾口部では、一

般的なサンゴ礁にみられるレベルの水質であった。また、

サマナ湾の湾口部及び外洋部から採取されたサンゴ骨格

試料を切断し、軟X線撮影により年輪を可視化して、群

体の年齢算定を進めた。今後、微小試料の採取を進め、

Sr/Ca比測定による水温記録の復元と群体の成長履歴の

解明を実施する予定である。これらのサマナ湾の湾口部

及び外洋部からのサンゴ骨格試料は、鉛等の人為起源の

汚染が予想されるハイナ川河口域からのサンゴ骨格の重

金属元素の濃度と比較検討される。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］鉛汚染、汚染履歴、生物モニタリング、

サンゴ 

 

［研 究 題 目］大陸下マントルの形成とその改変過程：

世界最古のかんらん岩体での物質科学的

検証 

［研究代表者］森下 知晃（金沢大学） 

［研究担当者］針金 由美子（地質情報研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

地球科学の未解決問題である大陸の形成や大陸の安定

性の鍵となる大陸下マントル物質の成因、地球史におけ

るプレートテクトニクス開始時期とその様式について、

南西グリーンランドに分布する世界最古の39億年前に



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(905) 

形成された堆積岩起源の変成岩・花崗岩からなる地質帯

中のかんらん岩を研究の対象として、物質科学的に検証

することを目的としている。研究担当者は、研究代表者

がグリーンランドにて採取してきたかんらん岩試料につ

いて走査型蛍光X線分析顕微鏡を用いた元素マッピング

分析を行った。また、比較対象として海洋底から採取さ

れたかんらん岩試料の岩石薄片を作成し、同様の元素マ

ッピング分析を行い、化学組成や鉱物の分布を調べた。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］かんらん岩、太古代、地球初期、大陸形

成、プレートテクトニクス、大陸下マン

トル、沈み込み帯、流体 

 

［研 究 題 目］地衣類の共生コンビネーションの可塑性

と多様性－北極から南極までの系統理地

学 

［研究代表者］長沼 毅（広島大学・生物圏科学研究科） 

［研究担当者］長沼 毅、伊村 智、辻本 惠、 

中井 亮佑（契約職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 地衣類は菌類と藻類の共生体である。この共生的関係

では、菌類が「ハウス」として環境ストレス（紫外線や

乾燥・強風など）からのシェルターを藻類に提供する一

方で、藻類は光合成産物を菌類に提供する。本研究では、

菌類と藻類の共生種の組み合わせを北極～南極横断的な

規模で調査していく。具体的には、葉状地衣類を主なタ

ーゲットとして、得られた検体について順次、伝統的な

形態分類をおこなうとともに、DNA 分析による分子分

類を進める。DNA 分析では、16S rRNA 遺伝子や18S 

rRNA 遺伝子・核ゲノム ITS 領域・ミトコンドリア

COI 遺伝子・葉緑体 rbcL 遺伝子・葉緑体 matK 遺伝子

など複数の遺伝子領域の塩基配列を精緻に解析していく

計画である。本年度は、研究分担者として主に16S 

rRNA 遺伝子に基づく地衣類共在・共生バクテリアの群

集構造解析を遂行した。結果として、群集構造解析に使

用する塩基配列データベースの選定など、生物情報解析

をおこなううえで必要な解析条件の検討が完了した。現

在、研究代表者らとともに、地衣類標本を用いて共在・

共生バクテリアのカタログ化を進めているところである。

また今後、地衣類の分離源を考慮した系統地理学的解析

もあわせておこなう予定である。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］地衣類、微生物資源、遺伝子資源 

 

［研 究 題 目］熱帯乾燥季節林の水分ストレスと火災が

炭素循環に与える影響評価と森林再生へ

の対策 

［研究代表者］前田 高尚（環境管理研究部門） 

［研究担当者］前田 高尚（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

将来の気候変化に伴う熱帯林の乾燥化は、樹木の枯死

率増加だけでなく森林火災の増加によって森林劣化を引

き起こす可能性が高いと考えられる。しかし、熱帯多雨

林と異なって明瞭な雨季・乾季のあるインドシナの熱帯

季節林においては、強い乾燥や森林火災が土壌と樹木の

炭素収支に与える影響を野外観測や実験によって検証し

た研究例はなく、森林生態系の炭素動態や樹木の生理活

性などに与える影響は不明である。本課題では、筑波大

学、京都大学、山形大学と共同で、また、タイ科学技術

研究院の他、タイ国立公園野生生物保護局、カセサート

大学林学部の協力のもと、タイの代表的なタイプの低地

林の一つであるタイ東北部のコラート高原に位置するタ

イ科学技術研究院サケラート環境研究ステーション内の

乾燥フタバガキ（落葉）林を対象として、水分ストレス

や火災が森林の炭素循環に与える影響を明らかにするた

め、火災区とコントロール区を設置して、土壌周辺の炭

素収支、樹木生理、気象等環境諸量の観測とシミュレー

ションモデルを用いた影響評価を行い、将来の適切な森

林管理方法について検討することを主な目的とする。今

年度は、現地観測および実験のグランドデザイン、土壌

呼吸速度連続測定システムの製作・設置、樹木の生理活

性を測定するためのプラットフォームの設置など、研究

を遂行するための基盤の整備を行った。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］熱帯季節林、森林火災、陸域生態系炭素

収支、地球温暖化、生物多様性、エルニ

ーニョ現象 

 

［研 究 題 目］呼気ガスセンシングによる病状診断と

予測アルゴリズム開発 

［研究代表者］申 ウソク（無機機能材料研究部門） 

［研究担当者］申 ウソク、伊藤 敏雄 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究開発は、呼気由来の非侵襲データに基づき、機

械学習法により複数の疾患を診断することを目的とする。

呼気成分から疾病をスクリーニングする本研究の手法が

確立されれば、その簡便性から医療現場の労力を大幅に

削減できるだけでなく、被検者にとっても診断のための

経済的・身体的・心的・時間的負担の軽減が期待できる。 

今年度は予備試験として、主要なガス分析機器である

ガスクロマトグラフィー質量分析計（GC/MS）の呼気

分析条件の最適化を行った。主要な GC/MS の仕様、呼

気のサンプリング方法、呼気サンプリングに用いるガス

バッグについて調査した。生体由来のサンプルの分析は、

比較検討の観点から数多く採用された条件で行うことが

望ましい。文献調査によると、ガスバリア性の高いガス

バッグに呼気を採取し、固相マイクロ抽出法（SPME）

により SPME ファイバーに呼気成分を濃縮して

GC/MS で分析する方法が多く採用されていた。そこで、
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ガスバッグ洗浄条件、SPME ファイバーによる濃縮条

件、GC/MS カラムの選定、GC/MS 測定条件を、模擬

呼気ガスを用いた計測を繰り返し実施することで、最適

条件を明らかにした。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］呼気、スクリーニング、ガスクロマトグ

ラフィー質量分析計 

 

［研 究 題 目］サイドスキャンソナーと画像解析を組み

合わせた海底質の面的モニタリング手法

の開発 

［研究代表者］西嶋 渉（広島大学） 

［研究担当者］長尾 正之（地質情報研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

多様性に富んだ沿岸域において移動性が小さい底生生

物の生息環境を把握するためには、面的な底質モニタリ

ングが必要であるが、瀬戸内海を例にとるとモニタリン

グ地点は最大90 km2 に1 地点である。本研究では、分

解能の高いサイドスキャンソナーを使用する底質判別ア

ルゴリズムを作成し、代表的な地点や精緻化が必要な地

点では従来の粒度分布測定より約100倍の時間短縮が可

能な画像からの粒度分布測定を組み合わせることで沿岸

域の面的モニタリングを行う手法開発を目的とする。 

 平成29年度は、超音波反射強度画像に基づいた表層

堆積物の分類では、結果が実態と一致しない場合がある

ことから、その分類方法について総括するとともに、海

砂を主体とする潮流が速い水域で、反射強度画像の解像

度に係わるパラメータを変えて反射強度画像を取得した

結果に基づき、課題を整理した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］サイドスキャンソナー、反射強度、底質

判別、表層堆積物、海砂 

 

［研 究 題 目］山を動かすバイオマス利活用による地域

環境創生に関する研究 

［研究代表者］安田 肇（創エネルギー研究部門） 

［研究担当者］安田 肇、村上 高広（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

森林資源の持続的な利用は、中山間地域の地域創生の

有力な方法と考えられるが、生産から消費までの一貫し

た技術と影響評価が一体となった学術的根拠のあるツー

ルの「パッケージ」が必ずしも提示されていない。本研

究では、木質バイオマスの持続的かつ先進的な利活用方

法の開発と、その利活用がもたらす社会・経済・環境へ

の影響評価を行う。国立環境研究所と共同で、これまで

各研究参画者らが構築してきた木質バイオマスに関する

要素技術を一連のモデルシステムを統合させ、大災害を

経験し、再生可能エネルギーに関する将来ビジョンの策

定とその実現が急務となっている福島県の自治体におけ

る社会実装を念頭に、具体にバイオマスを利活用した地

域デザインが定量的かつ空間的に可能となる、「山をう

ごかす」パッケージを提案することを目的としている。 

産総研ではバイオマスガス化システムにおいて、生成ガ

スおよびタールの発熱量測定、および成分分析など基礎

実験を推進し、バイオマス資源のエネルギー転換に関す

るメカニズムを解明する。バイオマスガス化炉利用によ

るメリット・デメリットを分析する。中長期における技

術効率の改善やコスト低減効果についての見通しを明ら

かにする。 

 平成29年度は、研究分担者らがこれまで開発してき

たバイオマスガス化実験施設を拡張し、ガス化に供する

原料の水分調整を実施した場合や未利用材の利用がガス

化反応挙動に与える影響を明らかにする研究を着手した。

生成ガスおよびタールの発熱量測定や成分分析について、

実験施設の整備と基礎的な実験を実施し、反応器内の固

体内容物観察手法を確立した。 

［領 域 名］エネルギー・環境   

［キーワード］バイオマス利活用、ガス化 

 

［研 究 題 目］フェムト秒レーザーを用いた時間分解計

測による生体光学特性値の推定 

［研究代表者］星 詳子（浜松医科大学） 

［研究担当者］谷川 ゆかり、川口 拓之（以上、人間

情報研究部門）、岡田 英史（慶應義塾

大学）、清水 広介、町田 学（以上、

浜松医科大学）（常勤職員2名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

生体内光伝搬の解明は、様々な生体医用光学技術開発

に必要不可欠な課題の一つである。しかし、生体内光伝

播を非侵襲で直接計測することは不可能であるため、数

理モデルに基づくシミュレーションが必要不可欠な技術

である。生体光イメージングは、この数理モデルを順問

題として、逆問題解析によって画像再構成を行う。生体

の光学特性値（吸収係数や散乱係数など）は、シミュレ

ーションの基本データとして、また順問題の条件設定や

逆問題解析の初期値として必要であるが、その真の値は

未だ不明である。本研究では、フェムト秒レーザーと高

い時間分解能を持つストリークカメラを用い、ラットと

ヒトを対象に in situ で時間分解計測を行い、モンテカ

ルロシミュレーションから得られるルックアップテーブ

ルなどを用いて、光学特性値を推定することを目的とす

る。 

平成29年度は、フェムト秒レーザーとストリークカ

メラを用いた時間分解計測システムを構築、ラットやヒ

トを対象とした時間分解計測の予備実験として、光学特

性値が既知であるイントラリピッドと色素を混入した液

体ファントムや一様均質な固体ファントムを対象に時間

分解計測を行った。 

［領 域 名］情報・人間工学 
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［キーワード］近赤外線スペクトロスコピー（NIRS）、

光学特性値、ファントム 

 

［研 究 題 目］含ホウ素ナノ粒子による薬物送達と中性

子捕捉療法を組み合わせたがん治療法の

開発 

［研究代表者］石川 善恵（ナノ材料研究部門） 

［研究担当者］石川 善恵（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 ホウ素中性子捕捉療法用薬物としての含ホウ素ナノ粒

子の開発を目的とし、ホウ素または炭化ホウ素の球状粒

子合成を行った。また、含ホウ素ナノ粒子に磁気回収や

MRI 造影機能付与を目的とした磁性材料との複合化に

ついても検討を行った。炭化ホウ素粒子と酸化鉄の混合

分散液に対しレーザー照射を行った。回収した粒子の

XRD 分析結果では主に FeB の結晶構造が確認できたが、

HAADF-STEM の分析結果からは酸素も多く含まれて

いることが明らかとなった。そこで XPS により元素組

成比を調べたところ、ホウ素がわずか5 %であり、酸素

が45 %、Fe が50 %の割合で構成されていることが明ら

かとなった。これらの結果より、回収された粒子はアモ

ルファスな酸化鉄の成分を多く含んでいることが明らか

となった。今後はホウ素含有率の向上に取り組む。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］ホウ素中性子捕捉療法、液中レーザー溶

融法、球状粒子 

 

［研 究 題 目］ワイドギャップ半導体（SiC および

GaN）MOS 界面欠陥の電子スピン共鳴

分光同定 

［研究代表者］原田 信介、岡本 光央（先進パワーエ

レクトロニクス研究センター） 

［研究担当者］原田 信介、岡本 光央（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

本研究は SiC および GaN の MOS 界面欠陥の起源を、

電子スピン共鳴分光によって明らかにしようとするもの

である。筑波大学との共同研究のもと進められ、我々は

SiC-MOS 界面欠陥のパートを担当している。当初の計

画の通り、平成29年度は評価対象となる a 面、m 面

SiC-MOSFET の作製を AIST で行った。そして予定通

り年度内に完成し、来年度は電流検出電子スピン共鳴

（EDMR）分光評価を進められる手筈が整った。評価

において大切になるポイントは、既存・既知の SiC-

MOS 界面である 4H-SiC(0001)面＝Si 面、および

4HSiC(000-1)面＝C 面との比較である。そこで平成29

年度は Si 面および C 面 SiC-MOSFET の界面欠陥の解

析も進展させた。その結果、Si 面では界面垂直方向を

向いた炭素ダングリングボンド型の界面欠陥（PbC セ

ンター）の存在が明らかになった。その面密度は3～4

×1012 cm-2であり、Si 面で見出されている電子捕獲準

位の密度とほぼ一致している。この電子捕獲欠陥が可動

電子を減らすことで SiC-MOSFET の電界効果移動度の

劣化が起きている。一方 C 面では、PbC センターとは

別種の欠陥がメインに発生しており、さらにウェット酸

化とドライ酸化で界面欠陥の種類ががらりと変わること

も明らかになってきた。これらの Si 面界面欠陥、C 面

界面欠陥が a 面や m 面で登場するのか、または、全く

新しい欠陥が発生しているのかを来年度明らかにできる

と考えている。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］SiC（シリコンカーバイド）、MOS 界面、

電子スピン共鳴分光（ESR） 

 

［研 究 題 目］低損失縦型ダイヤモンドパワー 

MOSFET 
［研究代表者］加藤 宙光（先進パワーエレクトロニク

ス研究センター） 

［研究担当者］加藤 宙光、大曲 新矢、梅沢 仁、 

牧野 俊晴（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 省エネ・低炭素社会の実現に期待されている次世代パ

ワーデバイスに関して、大電力制御が可能であり、かつ

最も高い省エネ効果が期待されているダイヤモンド半導

体を用いた超低損失 MOSFET のための基盤要素技術開

発を目指す。これまでの研究で得られた原子レベルで制

御したダイヤモンド膜の成長技術、不純物ドーピング制

御技術、表面・界面構造制御技術を応用し、高耐圧・低

ON 抵抗化に有利な縦型トレンチゲート構造の開発を進

める。 

 ダイヤモンド半導体はイオン注入によるドーピング制

御が行えないため、デバイス構造の形成にはマイクロ波

プラズマを用いた PECVD 法で各半導体層の積層化が

必要となる。縦型化に必要となる P/N/P 積層構造を

PECVD 法により形成し、SIMS 分析を用いて各半導体

層の濃度及び膜厚が所望の値となることを確認した。V

型トレンチ構造の作製にはニッケルの炭素固溶反応を利

用した触媒エッチング法を用いた。雰囲気ガスや環境温

度を制御することで（111）面を出す異方性エンチング

が可能となるが、そのレート制御の最適化を進めた。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］ダイヤモンド、ドーピング制御技術、表

面・界面構造制御技、反転チャネル

MOSFET 

 

［研 究 題 目］真空電気化学 AFM によるリチウムイオ

ン蓄電池電極界面の原子レベルオペラン

ド計測 

［研究代表者］橘田 晃宜（電池技術研究部門） 

［研究担当者］橘田 晃宜（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
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本研究ではリチウムイオン電池の電極材料と電解液と

の界面における種々の現象を表面科学的手法ならびに計

算科学的手法を駆使して明らかにし、電池性能の改善の

鍵となる反応メカニズムを物理化学的に解明することを

目標としている。 

 京都大学、一井准教授との共同研究の枠組みで現在、

真空電気化学 AFM によるイオン液体中での電極反応の

解析を目指している。電極としてチタン酸リチウムに着

目し、本材料の単結晶モデル電極の作製とその電気化学

特性の評価を行った。また、電気化学的環境下で AFM

観察を行い、充電前後におけるチタン酸リチウム表面で

のイオン移動の様態を原子レベルで直接可視化すること

に成功した。今後はマンガン酸リチウムの単結晶基板を

提供し、その表面でのイオン移動や結晶溶解過程を原子

レベルで可視化・解明することを試みる。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］リチウムイオン電池、電気化学 AFM、

その場環境分析 

 

［研 究 題 目］高強度テラヘルツパルスによる極限スピ

ン制御 

［研究代表者］揖場 聡（スピントロニクス研究センタ

ー） 

［研究担当者］揖場 聡（常勤職員1名） 

[研 究 内 容］ 

 高強度テラヘルツ（THz）パルスを半導体中の電子ス

ピンに照射すると、その強い電場成分により電子スピン

の高速ドリフト走行が生じる。特にスピン軌道相互作用

が強い半導体中では高速ドリフト走行するスピンに対し

て巨大内部有効磁場が作用し、スピンの高速回転が期待

できる。そこで本研究では、THz パルス照射による半

導体量子構造中スピンの高速回転と長距離輸送を目指す。

今年度は GaAs/AlGaAs 量子構造の設計および成膜条件

出しを行い、スピン時空間ダイナミクス計測に適した試

料の作製に成功した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］スピン制御、THz パルス、スピン軌道 

相互作用、半導体量子構造 

 

［研 究 題 目］南海トラフ東部におけるレベル1.5地震

・津波の実態解明 

［研究代表者］北村 晃寿（静岡大学） 

［研究担当者］北村 晃寿（静岡大学）、横山 祐典 

（東京大学大気海洋研究所）、 

豊福 高志（海洋研究開発機構）、 

宮入 陽介（東京大学大気海洋研究所）、

原田 賢治（静岡大学）、菅原 大助 

（ふじのくに地球環境史ミュージアム）、

山田 和芳（ふじのくに地球環境史ミュ

ージアム）、佐藤 善輝（地質情報研究

部門）、三井 雄太（静岡大学） 

（常勤職員1名、他8名） 

［研 究 内 容］ 

南海トラフ巨大地震への防災・減災では、レベル1

（連動型地震によるマグニチュード8程度のクラスの地

震・津波）と、レベル2（あらゆる可能性を考慮した最

大クラスの巨大な地震・津波）を想定して対策が講じら

れている。過去4,000年間における南海トラフ東部の地

震・津波履歴の調査からは、レベル2津波の痕跡は見出

されないが、レベル1と2の中間規模（レベル1.5）の地

震・津波の痕跡は複数検出される。しかしながら、レベ

ル1.5地震の実態は不明であり、防災・減災の対象にな

っていない。従って、この状況を解消すべく、レベル

1.5地震・津波の痕跡を調べ、実態を解明する必要があ

る。そこで、南海トラフ東部地域を対象として、堆積物

の堆積相・貝化石の解析、微化石解析、地球化学分析な

どを行って、津波の発生年代と波高、地震性隆起量を復

元する。そして、解析結果を断層モデル、津波断層モデ

ル、土砂移動数値シミュレーションに導入し、地震・津

波の実態を解明する。 

平成29年度は焼津平野浜当目地区で掘削されたボー

リングコア試料から分取した33試料について珪藻化石

分析を実施した。これらは層相から後背湿地あるいは潮

間帯干潟の堆積物と推定されているが、いずれも十分な

量の珪藻化石が含有されておらず、珪藻化石からは古環

境を復元するに至らなかった。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］南海トラフ、地震、津波、完新世 

 

［研 究 題 目］大陸誕生：ケルマディック弧と小笠原弧

からの検証 

［研究代表者］田村 芳彦（海洋研究開発機構） 

［研究担当者］石塚 治（活断層・火山研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 伊豆小笠原弧およびケルマディック弧において調査航

海、試料採取、採取試料の分析・解析を行い、新たに提

出した Advent of Continents 仮説を検証する。つまり、

地殻の薄い海洋島弧（ケルマディック弧南部及び伊豆小

笠原弧南部）の海底火山において初生安山岩質マグマ

（マントル由来の安山岩質マグマ）またはその分化物が

噴出していること、つまり、「海において大陸が生成し

ていること」を明らかにする。 

 今年度は、地殻の薄い部分に形成されている伊豆小笠

原弧土曜海山において、海洋研究開発機構の調査船「よ

こすか」とそれに搭載のディープトウシステムによる、

海底地形観測、海底観察と岩石試料採取を実施した。そ

の結果、土曜海山の複数の側火山体から極めて新鮮で発

泡した安山岩質火山岩試料の採取に成功した。採取試料

についての岩石学的、地球化学的研究を実施している。
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産総研では、この中で特に40Ar/39Ar 年代測定により、

この側火山の活動時期の決定を行っている。試料準備が

完了し、来年度測定を行うことが可能になる見込みであ

る。これら分析作業により、この海底火山におけるマグ

マの成因やマグマ供給系の解明を行っていく予定である。

この海底火山において、初生安山岩質マグマが生産され

ているのか、されているのであればどのような条件で生

産されているのかを明らかにする。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］伊豆小笠原弧、安山岩質マグマ、海底火

山、年代測定 

 

［研 究 題 目］共スパッタ法と電析法による糖類分析用

半コアシェルナノ粒子埋め込み炭素電極

の開発 

［研究代表者］丹羽 修（埼玉工業大学） 

［研究担当者］加藤 大（バイオメディカル研究部門） 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、共スパッタ法で金属ナノ粒子埋め込みカ

ーボン薄膜電極を作製したのち、電極に埋め込まれたナ

ノ粒子上へ異種金属元素のメッキを行い、オリゴ糖など

の分子量の大きな糖類に強い触媒的な酸化反応を行う二

元金属接合型構造の半コアシェル型ナノ微粒子が埋め込

まれたカーボン薄膜電極の開発を目的とした。具体的に

は UBM スパッタ法を用いて、金属（Pd あるいは Au）

とカーボンを共スパッタし、Pd/Au ナノ粒子埋め込み

カーボン薄膜を作製後、Pd/Au ナノ粒子とカーボン膜

の過電圧の差を利用して、異種金属である Ni を Pd/Au

ナノ粒子上のみに析出させることで接合型二元金属構造

を形成した。SEM 観察より、下地金属ナノ粒子の違い

によって Ni メッキの構造が異なること、その接合力に

差があることが分かった（Ni との接合は、Pd の方が

Au よりも強い）。オリゴ糖である maltopentaose の電

気化学測定を行った結果、従来の Ni バルク電極よりも

大電流値、Ni ナノ粒子埋め込みカーボン薄膜電極より

も低電位側での糖酸化ピークを得た。また、フローイン

ジェクション測定で、単糖である glucose の酸化電流値

に対する maltopentaose の酸化電流値の比（iglu/imalt）

は、Ni-Pd/C 電極では0.7、Ni バルク電極では0.5であ

った。本結果より、接合型二元金属ナノ粒子はオリゴ糖

の電極酸化反応における電極触媒活性を向上させる可能

性があることが分かった。 

［領 域 名］生命工学領域 

［キーワード］ナノカーボン薄膜電極、共スパッタ、金

属ナノ粒子、腸疾患糖マーカー 

 

［研 究 題 目］先端エネルギーと医療応用のための多機

能性ナノポーラス材料の理論設計と実験

的創製 

［研究代表者］ベロスルドフ ロディオン（東北大学） 

［研究担当者］竹谷 敏（物質計測標準研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 環境・エネルギー分野に貢献できるナノポーラス材料

を、量子科学計算により理論的に設計し、その結果に基

づく実験的な結晶合成と、結晶構造の評価に関する一連

のプロトコルの構築を目的としている。ナノポーラス材

料の中でも、クラスレート水和物に着目する。 

 近年、クラスレート水和物の一種であるメタンハイド

レートが、新たなエネルギー資源として注目されるよう

になった。他にも、様々なクラスレート水和物の存在が

知られ、ガスの安定的な分離・貯蔵といった機能活用に

向け、高機能な材料開発が進められている。クラスレー

ト水和物の場合、その生成過程において、水とゲストの

みが使用されることや化学変化ではないため副生成物は

生じないことから低環境負荷技術の開発が期待できる。 

 初年度は、既に結晶構造が実験的に解明されているク

ラスレート水和物に関し、量子科学計算による構造決定

と、ホスト－ゲスト相互作用の定量評価を行った。 

 次年度は、新たに実験、解析で得られるクラスレート

水和物の結晶構造と、量子科学計算でもとめられる安定

構造に関し、比較検討を行う。その結果に基づき、計算

パラメータの最適化を図る。さらには、量子科学計算で

機能の有効性が示される新規クラスレート水和物に関し、

計算・実験の双方からのアプローチを行う。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］X 線構造解析、ガスハイドレート、ガス

貯蔵、ガス分離 

 

［研 究 題 目］医療技能の技術化・デジタル化で実現す

る超音波診断・治療統合システムの超高

精度化 

［研究代表者］小泉 憲裕（電気通信大学） 

［研究担当者］葭仲 潔（健康工学研究部門）、 

小泉 憲裕、小木曽 公尚、西山 悠 

（以上、電気通信大学）、 

月原 弘之（東京大学）、 

宮嵜 英世（帝京大学） 

（常勤職員1名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、医療技能の技術化・デジタル化（医

デジ化）により、非侵襲超音波診断・治療統合システム

の構築法を確立することである。本研究で提案する非侵

襲超音波診断・治療統合システムとは、呼吸等により能

動的に運動する患部を抽出・追従・モニタリングしなが

ら、超音波を集束させてピンポイントに患部へ照射する

ことにより、がん組織や結石の治療を患者の皮膚表面を

切開することなく非侵襲かつ低負担で行なおうとするも

のである。このうち、研究期間内に、人体に対して90 
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パーセントの体動を安定的に補償し、変形をともなって

運動する臓器内の患部に対しても1 mm という超高精度

で頑健に抽出・追従・モニタリングするシステムを実現

するとともに、動物実験レベルで超音波照射系と統合し、

システムの有効性および安全性を実証する。 

 本年度は、医用画像から機械学習により、臓器の運動

（位置・姿勢・回転）を同定するために、テンプレート

を動的に自動取得してこれを切り替える技術、 臓器の

輪郭情報を自動で抽出し、これをパラメトリックに表現

する技術等を新規に開発した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］超音波診断・治療、集束超音波、体動補

償・追従 

 

［研 究 題 目］自己センシング高分子人工筋肉の開発と

物理原理に基づく制御指向モデリング 

［研究代表者］安積 欣志（無機機能材料研究部門） 

［研究担当者］安積 欣志（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、釣り糸人工筋として最近注目を集めている

ナイロンファイバーを用いたソフトアクチュエータの研

究と、その動作特性を制御するためのメカニカルセンサ

ーとして、産総研で開発を進めてきたイオン導電性高分

子アクチュエータ材料の、ソフトセンサーとしての特性

を調べる研究である。イオン導電性高分子に金属接合し

た接合体は、変形させると微小な電圧が発生することが

知られており、それはイオン交換樹脂内のイオン流が原

理である。その原理の詳細についてはまだ解明されてお

らず、材料特性も詳細に調べられていない。本研究では、

様々なイオン導電性高分子について、振動センサーの特

性を調べ、定量的モデルを検討することを目的とする。 

 昨年度は、イオン導電性高分子アクチュエータ材料と

して代表的な、固体高分子電解質型燃料電池で用いられ

るフッ素型イオン交換樹脂へ金を無電解メッキで接合し

たフィルムの振動センサー特性について、水で完全に膨

潤した状態について、カウンターイオンを変えて、発生

電圧と電流の測定を行った。その結果、わかったことを

まとめると以下の通りである。電圧応答、電流応答とも、

変形一定にしても、応答の緩和を示すこと、また、応答

の強度および緩和の挙動はカウンターイオンに大きく依

存し、カウンターイオンの水和量、あるいはイオン電導

度などが影響していることが分かった。 

 本年度は、以上の結果について、定量的モデルを構築

し解析を行い、実験との比較を行った。モデルは、イオ

ンと水のフラックス式に基づき、イオン導電性高分子の

メカニカルなモデルとのカップリングした偏微分方程式

を解くことで、変形させた際の高分子内のイオン濃度や

電位分布を、様々な高分子の含水率条件、イオン濃度条

件等で計算することで実験と比較した結果、よい一致が

得られた。 

 上記の成果に基づき、今後、本素子を用いた振動セン

サーデバイスの実現を目指してさらに材料やシステムの

開発を進める。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］スマート材料、エナジーハーベスティン

グ、環境発電、イオン導電性高分子、セ

ンサーネットワーク、イオン交換樹脂、

モデル、イオン流  

 

［研 究 題 目］住宅における Dampness の室内環境の

解明と健康リスクマネジメント 

［研究代表者］篠原 直秀（安全科学研究部門） 

［研究担当者］篠原 直秀（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 ダンプネスの主観評価と物理環境データ取得のための

全国調査ダンプネスの室内環境の解明が可能なよう、イ

ンターネットを通じた全国調査を全国の戸建住宅500世

帯を対象として実施した。アンケートでは、居住者の主

観評価を用いた包括的なダンプネスの程度を評価すると

ともに、アレルギー性症状の有無を尋ねた。また、リス

クリテラシーに対する認知度を測るために、結露やカビ

の健康影響に対する尺度を設定した。リスク認識が高い

ほど、症状の有症率が高い傾向が見られ、今後のリスク

マネジメントを構築するための情報が得られた。また、

既に構築している調査プロトコルに習って訪問調査を実

施し、温湿度や VOC 類・MVOC 類・カルボニル類の

室内空気中濃度などのデータを取得した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］ダンプネス、温湿度、結露、MVOC 類、

室内空気 

 

［研 究 題 目］光電極のエネルギー変換効率を革新的に

向上させる酸化物‐窒化物傾斜構造の創

製 

［研究代表者］土屋 哲男（先進コーティング技術研究

センター） 

［研究担当者］土屋 哲男（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本プロジェクトでは、持続可能エネルギー技術である

「太陽光と水から水素を製造する『光電極』」の実用化

において、エネルギー変換効率の向上が最大の課題であ

る。本研究では、変換効率を革新的に向上させるため、

電荷分離に有利な価電子帯のポテンシャル（電位）勾配

を形成させるための「酸化物－窒化物傾斜構造」を創製

する。具体的に、価電子帯のポテンシャルが大きく異な

る酸化物と窒化物を層状に複合化し、且つ、界面におい

て窒素と酸素を相互に拡散させた傾斜構造にすることで、 

深さ方向に連続的かつ急な価電子帯のポテンシャル勾配

を形成でき、超高効率に電荷分離させる。その革新的手

法として、酸化物の特性を変えず複合可能な「エキシマ
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レーザー照射法と窒素プラズマ法の融合プロセス技術に

よる結晶性窒化物膜の低温作製技術」を新規に開発し、

本研究の目的である傾斜構造を実現し、光電極の変換効

率を飛躍的に向上させる。 

 当該年度は、酸化物／酸窒化物/窒化物の3層構造の酸

化物層をナノ粒子光反応法により作製した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］酸窒化物、グリーンデバイス、光電極、

金属有機化合物堆積（MOD）法、エキ

シマレーザー 

 

［研 究 題 目］バンカビリティ評価に使用可能な信頼で

きる洋上風況精査手法の確立 

［研究代表者］嶋田 進（再生可能エネルギー研究セン

ター） 

［研究担当者］嶋田 進、小垣 哲也（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の

下で開発されている「洋上風況マップ」が今年度末に完

成し、これをもって日本における洋上風力開発に係る風

況分野の第1フェーズは完了する。第2フェーズでは、

風況マップで選定された候補海域において実際に現場観

測を行うことにより、バンカビリティ（融資適合性）評

価に使用可能な質の高い風況データを取得することが目

標となる。その方法論が乱立し試行錯誤の状態になって

いる現状を鑑み、本研究では、茨城県波崎海洋研究施設

沖海域を観測フィールドとして、水平・鉛直ドップラー

ライダー観測、動揺補正付ブイ観測、桟橋上気象観測、

及びメソ気象モデルに基づく風況シミュレーションを行

い、第2フェーズにおける諸問題について詳細な検討を

行うことで、高精度で信頼できる洋上風況精査手法の確

立を目指す。 

 産総研では、平成29年度はライダーおよびブイを用

いた野外観測の準備を実施した。港湾空港技術研究所の

観測桟橋先端に鉛直ライダーを設置し、風向風速の鉛直

プロファイル観測をスタートさせた。さらには、水平ラ

イダーおよびブイの設置ポイントを検討すると同時に、

共同研究者とともに、関連自治体および漁協との調整を

行った。特に水平ライダーについては、福島再生可能エ

ネルギー研究所において遠隔制御システムの動作テスト

等、野外実験に向けた装置本体の整備を進めると同時に、

ライダー視線風速から風速ベクトルへの変換ソフトウェ

アを導入する等、平成30年度前半の大型野外実験に向

けた準備を進めた。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］洋上風力発電、洋上風況精査、バンカビ

リティ評価、ドップラーライダー、ブイ

観測 

 

［研 究 題 目］鉄コロイドによるレアメタル濃集探査の

ための新同位体指標 

［研究代表者］大竹 翼（北海道大学） 

［研究担当者］実松 健造（地圏資源環境研究部門）、 

大竹 翼（北海道大学）、 

 申 基澈（総合地球環境学研究所） 

 （常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、北海道大学が代表の科研費基盤 B「鉄コロ

イドによるレアメタル濃集探査のための新同位体指標」

を分担するものである。平成29年度は、ミャンマー連

邦共和国の南北に分布するオフィオライト帯のラテライ

トの発達具合を野外調査で観察し、ラテライトや蛇紋岩

試料を採取した。野外調査の結果、ラテライトは南部に

おいて薄く、露頭で観察されるのは蛇紋岩や硬質のサプ

ロライトがほとんどであり、鉄酸化物に富むリモナイト

はほとんど確認されなかった。北部ではラテライトが厚

く発達する傾向があり、Tagaung Taung や Mwe 

Taung といったニッケル鉱床近辺では数 m 程度発達し

ており、鉄酸化物に富むリモナイトも確認された。これ

らの結果は、南部では北部に比べてオフィオライトが地

表に露出した時代が後であった、または何らかの理由で

浸食速度が遅かったことを示唆している。XRF による

全岩化学分析結果から、ラテライト化が進んだ地域ほど

ニッケル濃度が高い部分が見られる傾向があることが分

かった。ニッケル鉱床地域ではリモナイト層の下部のサ

プロライト層にニッケルの濃集が確認された。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］鉱物資源、レアメタル、風化、ラテライ

ト、ミャンマー 

 

［研 究 題 目］植物病原性糸状菌における宿主由来の感

染プライミング化合物の認識センサーの

解明 

［研究代表者］町田 雅之（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］町田 雅之（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 植物病原性糸状菌の感染時には、植物にとって難分解

性多糖で細胞壁表層を覆い、宿主の抗菌酵素から菌体を

保護すると考えられている。この菌体保護機構は、宿主

由来の特定の化合物により誘導されることが考えられる。

そこで、この化合物の認識メカニズムを明らかにする目

的で、ゲノム塩基配列より候補となる遺伝子の推定のた

めの情報の整理を行った。候補遺伝子としては、受容体

を初めとして様々な遺伝子の存在が考えられる。そこで、

アノテーションが付けられた非重複アミノ酸配列に対す

る相同性、COG などによる機能分類、InterProScan に

よるモチーフサーチなどの結果について、遺伝子の発現

誘導・抑制の情報を総合した解析が容易にできるように、

記述形式などを整えたリストを作成した。特に、非重複

アミノ酸配列のデータベースでは、近年の多数のゲノム
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解析によって、仮想タンパク質などのアノテーションが

付けられていることが多く、相同性解析による機能推定

に障害となることが多い。上記リストの作成では、これ

らのノイズを極力抑えるようにすることで、実験の結果

との照合性を高めるように工夫した。また、モチーフは

一般に一遺伝子に対して多数が列挙されることから、別

途の詳細な解析に備えた記述法とした。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］植物病原性、認識センサー、ゲノム情報 

 

［研 究 題 目］立木用 X 線検査装置による国産主要造

林樹種の非破壊的材質および水分特性の

評価 

［研究代表者］鈴木 良一（分析計測標準研究部門） 

［研究担当者］鈴木 良一（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 木材の材質研究をはじめ野外の林木・樹木を対象にし

た立木用 X 線検査では、軽量、小型、バッテリー駆動

可能な可搬型 X 線検査装置が必要とされている。当グ

ループで開発したカーボンナノ構造体電子源を用いた X

線源は、このような現場での X 線非破壊検査に有効で

あると考えられることがら、本研究では、フィールド実

証試験に用いることを目的として、樹木の年輪配置、密

度分布、節・腐朽等の欠点分布、辺心材や年輪内の水分

分布等を立木のままで三次元的に表示することが可能な

ポータブル X 線非破壊検査装置の開発を行う。 

 本年度は、現場での組み立てが可能な小型 CT 装置の

制御系の開発を行い、無線通信によって CT 装置の X

線源・検出器ユニットの回転や X 線の出射ができるよ

うにした。これとフラットパネル X 線二次元検出器と

組み合わせることによって、樹木の X 線 CT を撮るこ

とができることを確認した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］カーボンナノ構造体、X 線源、立木、材

質評価、非破壊検査 

 

［研 究 題 目］立木用 X 線検査装置による国産主要造

林樹種の非破壊的材質および水分特性の

評価 

［研究代表者］加藤 英俊（分析計測標準研究部門） 

［研究担当者］加藤 英俊（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 木材の材質研究をはじめ野外の林木・樹木を対象にし

た立木用 X 線検査では、軽量、小型、バッテリー駆動

可能な X 線源が必要とされている。本研究では、フィ

ールド実証試験に用いることを目的として、年輪配置、

材密度分布、節・腐朽等の欠点分布、辺心材や年輪内の

水分分布等を非破壊で三次元的に表示することが可能な

立木用のポータブル非破壊材質検査装置開発を行う。 

 本年度は、現場での組み立てが可能な針葉樹型カーボ

ンナノ構造体電子源を用いた小型軽量な X 線源を搭載

した立木用 X 線 CT 装置の試作を行った。この CT 装置

にフラットパネル2次元検出器を搭載して九州大学が用

意した直径20 cm 以下の樹木のサンプルを撮影し、3次

元再構成を行い、年輪等の情報が得られることを確認し

た。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］カーボンナノ構造体、X 線源、立木、材

質評価、非破壊検査 

 

［研 究 題 目］高機能型バイオスーパーの合理的デザイ

ンと疾患モデルによる治療評価システム

開発 

［研究代表者］伊藤 孝司（徳島大学薬学部） 

［研究担当者］広川 貴次（創薬分子プロファイリング

研究センター）（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 抗体医薬をはじめ、天然型ヒトタンパクよりも有効性

が高く、副作用の少ない高機能改変したバイオ医薬品

（バイオスーパー）が新規治療薬として開発されている

が、成功率は必ずしも高くない。本研究では、未だ治療

法が無い遺伝性ライソゾーム病を対象に、当該ヒトリソ

ソーム酵素の分子特性や構造情報等のバイオインフォー

マティクスを駆使し、標的細胞内への取り込みやバイオ

アベイラビリティーに優れた高機能型ヒトリソソーム酵

素を合理的にデザインする。また新規生産基材候補とな

る遺伝子組換え宿主を利用して組換えヒト酵素や、機能

性合成糖鎖を付加した人工ネオグライコ酵素を創製する。

さらに前臨床試験に向け、ヒト病態を反映する変異ノッ

クインマウスや、ゲノム編集で遺伝子ノックアウトした

ヒト組織由来培養細胞モデルを用いて有効性と安全性を

評価するとともに、新規の治療効果マーカー分子を同定

する。本研究では、研究期間内に下記の事項を明らかに

する。 

1．生理的な活性発現に CTSA との会合を必要とするヒ

ト NEU1遺伝子を単独で HEK293FT 内で過剰発現さ

せると、in vivo で NEU1結晶が形成される。同単離

結晶から NEU1を精製し、連携研究者の真板ととも

に、NEU1自体及び CTSA との複合体の結晶化を試

み、X 線結晶構造を解明するとともに、NEU1活性化

の分子機構を解明する。 

2．既知のヒト NEU2、CTSA 前駆体及び成熟体の X 線

結晶構造を基に、研究分担者の広川が、分子動力学

（MD）法により、in silico での CTSA 二量体の熱安

定化や NEU1モデルとの相互作用部位を予測し、高

機能型 CTSA 及び NEU1との融合タンパクをデザイ

ンし、当該遺伝子発現ベクターを構築する。 

3．広川が予測した高機能型 CTSA や NEU1融合タンパ

ク遺伝子を恒常発現する CHO 細胞株を樹立し、各々

の組換え酵素の精製法を確立するとともに、分子特性



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(913) 

を解明する。 

4．連携研究者の瀬筒らとの共同で、高機能型 CTSA を

絹糸腺で恒常発現し、繭に吐出する組換えカイコ系統

を作製し、繭から高機能型 CTSA を大量精製し、分

子特性を解析する。また真板が X 線結晶構造を解明

する。また伊藤が、広川による in silico 予測の妥当

性を検証する。 

5．カイコ繭由来正常型及び高機能型 CTSA に対し、化

学酵素法に基く transglycosylation により、末端

M6P 型合成 N 型糖鎖を付加したネオグライコ CTSA

を創製する。 

6．CTSA 欠損症 GS 患者由来 iPS 細胞から分化誘導し

た神経系細胞や、ゲノム編集により CTSA や NEU1

遺伝子をノックアウトしたヒト神経芽細胞腫株を樹立

し、ヒト神経系 GS 病態モデル系を構築する。 

7．1）～5）で作製した、高機能型 CTSA や NEU1を、

新規 GS モデルマウスの脳室や尾静脈内に投与し、各

組織内 CTSA 及び NEU1活性の回復、グライコー

ム・リピドーム解析による、末端シアル酸含有糖鎖・

糖脂質などの蓄積基質の減少を指標に有効性評価と、

新規の治療評価マーカー分子を同定する。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］リソソーム病、遺伝性リソソーム酵素欠

損症、人工糖タンパク質製剤、インシリ

コ創薬 

 

［研 究 題 目］Connectivity Map 解析に基づいた新しい

大腸癌予防薬の開発 

［研究代表者］高山 哲治（徳島大学） 

［研究担当者］堀本 勝久、福井 一彦（創薬分子プロ

ファイリング研究センター） 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、まず大腸内視鏡下に生検採取した大腸前

癌病変（腺腫や SSA/P）の遺伝子発現プロファイルを

作成し、Connectivity Map を用いて前癌病変に有効な

候補予防薬剤を抽出する。次いで、大腸腺腫、SSA/P、

正常大腸組織の生検組織よりオルガノイド培養を行い、

予防候補薬の効果を in vitro で検証（スクリーニング）

するとともに、オルガノイドの同所移植モデルを用いて

in vivo の有効性を確認する。さらに、大腸化学発癌動

物モデルや大腸自然発癌モデルを用いて大腸腫瘍(癌)に

対する予防効果を検証し、臨床試験に向けた新しい大腸

癌予防薬の基盤研究を行う。 

 まずヒト大腸腺腫や SSA/P の生検組織より RNA を

抽出してマイクロアレイ解析を行い、得られた遺伝子発

現プロファイルからそれぞれの疾患特異的 signature を

作成した。申請者らが約1300種類の既存の薬剤の培養

細胞に対する遺伝子発現プロファイルより作成された

Connectivity Map を用いて、腺腫及び SSA/P に対する

予防候補薬剤を抽出した。得られた上位100個の予防候

補薬から、ヒトの大腸癌予防薬として実用可能な化合物

を30～50種類選択した。次いで、ヒト大腸腺腫、

SSA/P、正常大腸粘膜のオルガノイドを培養し、これら

の予防候補薬剤の抗腫瘍効果を in vitro で検証（スクリ

ーニング）して腺腫や SSA/P のみに有効な薬剤を選択

した。また、オルガノイドの同所移植モデル、大腸癌の

化学発癌動物モデル及び自然発癌モデルを用いてその有

効性を確認した。さらに、各種オルガノイドや動物モデ

ルを用いて、これらの予防候補薬の抗腫瘍活性の機序を

明らかにし、臨床試験に向けた基盤研究を目指している。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］大腸腺腫、ドラッグリポジショニング、

予防薬 

 

［研 究 題 目］新規心臓前駆細胞リプログラミング因子

の同定と分子基盤の解明 

［研究代表者］家田 真樹（慶応義塾大学）  

［研究担当者］五島 直樹（創薬分子プロファイリング

研究センター）（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 心臓は再生能力に乏しく、重症心不全に対する新しい

治療として再生医療が期待されている。心臓再生には幹

細胞から心筋を作製し移植する方法があるが、細胞作製

工程が煩雑、腫瘍形成の可能性、移植心筋の生着が困難

など課題もある。これに対し、我々は心筋特異的転写因

子を導入して、線維芽細胞から心筋を直接作製する心筋

リプログラミング法を開発した。この方法は工程が単純、

細胞移植の必要がない、腫瘍も形成しないなど利点を有

する。しかしこれまでの心筋リプログラミング法は作製

した心筋が増えず、心筋以外の心臓構成細胞を作製でき

ないという課題があった。そこで本研究では増殖能・多

分化能を有する心臓前駆細胞作製を目指し、新規心臓前

駆細胞リプログラミング因子を同定する。さらに心臓前

駆細胞誘導の分子機構を解明する。 

 幹細胞は増殖能・多分化能を有する心臓前駆細胞を経

て、心筋、血管内皮、平滑筋細胞など心臓構成細胞に分

化する。心筋細胞は終末分化細胞であり、心臓障害後に

心筋は再生せず線維化し心不全に至る（Ieda et al, Dev 

Cell 2009）。心臓再生法として幹細胞由来の心筋細胞を

移植する方法があるが、複数のサイトカインや化合物を

使用する従来の心筋分化誘導法は煩雑であり、分化メカ

ニズムも不明な点が多い。また幹細胞混入による腫瘍形

成の可能性や移植心筋の生着が困難などの課題もある。

一方、ダイレクトリプログラミングは病変部で目的の細

胞を直接作製する再生法であり、1. 単純・簡便・低コ

スト、2. 幹細胞を経由せず腫瘍形成しない、3.細胞移

植が必要ないなど多くの利点があり、従来の心臓再生法

の問題を一気に解決できる可能性がある。  

 1987年に骨格筋の単一のマスター遺伝子 MyoD が発
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見されたが、体細胞を心筋に転換できる心筋マスター遺

伝子は長らく発見されていなかった。我々はこれまでに

JST-CREST（平成27年度終了、事後評価 A）による研

究サポートを受け、世界で初めて心筋特異的な3つの転

写因子 Gata4, Mef2c, Tbx5が心筋リプログラミング因

子であることを発見した（図1, Ieda et al, Cell 2010）。

また生体内に同因子を導入して病変部の心臓線維芽細胞

を直接心筋へ転換して心臓再生できることを示した

（Inagawa et al, Circ Res 2012）。ヒト細胞では、

Gata4, Mef2c, Tbx5に2つの遺伝子（Mesp1, Myocd）

を加えた5因子、あるいは miR-133を加えた6因子で心

筋リプログラミングできることを示し、さらにそのメカ

ニズムを明らかにした（Wada et al, PNAS 2013, 

Muraoka et al, EMBO J 2014）。また特定のサイトカ

インを添加した細胞培養法を開発して、心筋リプログラ

ミング効率を約40倍改善し、心筋リプログラミング法

の標準化に世界ではじめて成功した（図2, Yamakawa 

et al, Stem Cell Reports 2015）。これら心筋リプログラ

ミングに関する一連の研究成果は国際的にも高く評価さ

れており、海外一流誌から総説や Commentary などを

依頼されている（Muraoka et al., Annu Rev Physiol 

2014, Muraoka et al., Circ Res 2015, Sadahiro et al., 

Circ Res 2015）。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］再生医療、ダイレクトリプログラミング、

cDNA リソース、分化誘導 

 

［研 究 題 目］脳腫瘍のレーザー治療を確立するための

脳光温熱生体数値シミュレーションモデ

ルの開発 

［研究代表者］松前 光紀（東海大学） 

［研究担当者］鷲尾 利克（健康工学研究部門）、 

松前 光紀、黒田 輝（以上、東海大

学）、荒船 龍彦（東京電機大学） 

（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 脳腫瘍温熱治療システムは複数ファイバーのレーザー

装置群で、MRI からの形態情報、温度情報、灌流情報

により各ファイバーのレーザー出力を制御し、不整形病

変に対しても最適な温度分布を形成維持可能で短時間治

療が可能なシステムであるが、その使用には熟練を要す

る。そこで、レーザー治療システムと生体組織との相互

作用が、光輸送方程式・熱伝導方程式で表現出来ること

を鑑みて、2次元での光温熱の交互計算を行う GPGPU

による数値シミュレーションソフトウェアを開発しその

有用性を、従来の温熱治療域推定に関するシミュレーシ

ョンソフトと比較した。さらに、計測値をシミュレーシ

ョン結果を比較する際に使用する光特性および温熱特性

を制御した光温熱ファントムを作成した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］脳腫瘍、レーザ治療、数値シミュレーシ

ョン 

 

［研 究 題 目］メタン菌の付着機構解明による先端的コ

ーティング配置技術の開発と高性能電極

の試作 

［研究代表者］関口 貴子（ナノチューブ実用化研究セ

ンター） 

［研究担当者］関口 貴子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 近年、エネルギーの効率化や環境負荷低減に向けて、

燃料電池や微生物燃料電池の研究が盛んであるが、本研

究では、レアメタルを使用せず、メタン菌触媒を利用し

て、CO2と H+の反応から発電する微生物燃料電池のカ

ソード電極への CNT 応用による発電効率の飛躍的向上

を目指している。 

 メタン菌微生物燃料電池については、すでに白金含有

電極と同等の発電効率が実証されているが、メタン菌の

電極表面付着効率は未だ十分ではなく、更なる高効率化

の余地が十分に残っている。また陽極表面の付着性向上

については、化学修飾の効果が実証されているものの、

陰極についてはあまり研究がなされていない。そこで本

研究では、①微生物の付着性向上に適した CNT 品質

（結晶性、官能基、比表面積、導電性）を明らかにする

こと、且つ、その CNT について②微生物の形態・培養

環境と整合性のある状態で分散する技術の開発を実施し

ている。 

 29年度は、スーパーグロース法で合成した単層 CNT

についてメタン菌の付着性を調べ、化学修飾による官能

基の導入なしに CNT 表面にメタン菌が付着することが

明らかになった。この結果は、市販のカーボンフェルト

に対して、スーパーグロース CNT が、メタン菌燃料電

池用カソード電極として優位性を持つことを示唆してい

る。今後、スーパーグロース CNT 以外の各種 CNT に

ついてメタン菌付着性を調べることで、発電効率に適し

た CNT の表面状態を解明する予定である。更に、電極

構造の異なるカソード電極を形成し、発電効率を調べる

ことで、メタン菌との親和性に優れた電極構造を明らか

にする予定である。 

［領 域 名］材料・化学  

［キーワード］微生物燃料電池、メタン菌、カーボンナ

ノチューブ 

 

［研 究 題 目］「懐かしい匂い」と創造活動による認知

症の人の安心できる居場所作りとその効

果検証 

［研究代表者］杉原 百合子（同志社女子大学） 

［研究担当者］小早川 達（人間情報研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
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本研究では、「懐かしい匂い」を用いた認知症患者参

加型「アート制作活動」を通じ、患者にとって安心でき

る居場所作りを目指すことを目的とする。匂いの選定や

評定に関しては心理学・看護学グループが、アート制作

や展示に関しては創造グループが担当する。 

研究担当者が属する心理学・看護学グループは、平成

29年度の活動として、東日本2カ所および西日本1カ所

の計3カ所で、65歳以上の健常高齢者100人を対象に

「懐かしい匂いに関するアンケート調査」を実施した。

懐かしい匂いに関する質問の他に、主観的幸福感評定、

ストループ検査による認知機能測定、Open Essence に

よる嗅覚同定能力測定を行った。懐かしい匂いに関する

質問では、16種類の匂い（みそ汁、ごはん、パン、ベ

ビーパウダー、カレー、インク、キンモクセイ、ポップ

コーン、みかん、線香、鉛筆、沈丁花、ぬか床、インス

タントコーヒー、赤飯、リンゴ、魚）について、懐かし

さの程度や最後に嗅いだ時期、快不快度、匂いに関する

エピソード等を尋ねた。この調査に基づいて、次年度の

アート制作活動に用いる「懐かしい匂い」を選定する予

定である。 

また、Open Essence は、産業技術総合研究所と和光

純薬工業株式会社（現在の富士フィルム和光純薬株式会

社）が共同で開発した嗅覚同定能力測定キットであり、

耳鼻咽喉科を中心に医療機関で用いられている。これま

で、健常高齢者データの不足が課題となっていた。本研

究で取得したデータが、加齢性嗅覚減退のスクリーニン

グや加齢性嗅覚減退と神経変性疾患による嗅覚減退の識

別に寄与することが期待される。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］懐かしさ、匂い、嗅覚、認知症、高齢者、

アートデザイン、居場所作り 

 

［研 究 題 目］情報空間による都市空間強化のためのワ

イヤレス神経網の実証的研究 

［研究代表者］猿渡 俊介（大阪大学情報科学研究科） 

［研究担当者］河本 満（人間情報研究部門） 

（常勤職員1名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

本事業は、ワイヤレスセンサ網を使って人工物のモニ

タリング行う実証的研究を目的としている。これまでに、

センサとして加速度センサ、カメラセンサ、音センサを

端島（軍艦島）にある崩壊が近い建物に設置して、建物

のモニタリングを行ってきた。加速度センサを使った建

物のモニタリングでは、台風の影響で建物の揺れ具合や

小規模の崩落があった建物の前後の建物の状態の違いな

どを検知することができることが分かってきている。 

音センサに関しては、音環境を計測するセンサの設置

はできているが、軍艦島は無人島なので、センサを駆動

する電源の確保が難しく、そのために、継続的な計測が

困難であり、建物内の環境音の詳しい解析がまだ進んで

いない。しかしながら、少ない計測データを使って、建

物のどこで、どのような音が発生したのかが三次元的に

把握できる手法は提案した。 

平成30年度は、上述したようにモニタリングシステ

ムの電源確保が無人島においては最重要課題となること

が分かったので、省エネでシステムを動かせて、持続的

な計測動作が可能なシステムの運用方法を構築する。こ

のことにより、継続的に計測された音データを使って、

老朽化した建物の状態変化を検知し、その変化の「気づ

き」を通して、建物の崩落や倒壊の危険を察知できるシ

ステムの構築を目指す。このように建物の安全を見守る

ことにより、観光地である軍艦島の活性化に貢献する。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］センサネットワーク、構造物モニタリン

グ 

 

［研 究 題 目］人工物ジレンマの解決のための情報設計

方法論の構築 

［研究代表者］西野 成昭（東京大学工学系研究科） 

［研究担当者］竹中 毅（人間情報研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 情報通信技術の進歩に伴い、ハードとしての人工物か

ら本来埋め込まれていた情報が分離され、社会を豊かに

する一方で弊害をもたらしている。そのような情報分離

現象を人工物ジレンマと定義し、その理論的基礎と解決

のための人工物設計論を追究する。具体的課題として、

（1）スマート家電等の人工物ログデータの標準化問題、

（2）人工物における情報セキュリティ問題、（3）プラ

ットフォーム型ビジネスエコシステムの構成問題、（4）

IoT におけるデータ所有権と利用、（5）人工物の設計／

使用情報と資源循環の5つを設定し、従来の工学的設計

問題としてだけではなく、社会システムにおけるステー

クホルダと人工物の在り方を人工物情報分離の視点から

研究する。各課題に対し、ゲーム理論に基づきステーク

ホルダと人工物の社会構造をモデル化し、人工物設計が

社会システムに与える影響を理論的に明らかにする。さ

らに、理論モデル検証のため、経済実験とマルチエージ

ェントシミュレーションを行う。加えて、実データを用

いた実証分析を行い、理論や実験結果と比較する。各課

題で得られた知見を綜合し、人工物ジレンマに対する設

計手法として成果を取りまとめる。 

平成29年度は IoT によって取得されたログデータと

アンケートを通して得られた利用者の特性との関係から

人間行動をモデル化した。例えば人工知能技術を用いて、

IoT データから人間の心理を逆推定するような取り組み

は今後、進んでいくと考えられるが、そのような試みが

ユーザやサービス提供者にどのような行動変容をもたら

すかを検討することが、人工物ジレンマを解消するため

に重要であると考えられる。今後、様々なステークホル
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ダが IoT データを活用し、新たなサービスを持続的に

生み出すためのサービスプラットフォームの在り方につ

いて検討する。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］人工物、ジレンマ、設計論 

 

［研 究 題 目］低圧変成帯の温度圧力構造と島弧地殻の

ダイナミクスの解明 

［研究代表者］池田 剛（九州大学） 

［研究担当者］宮崎 一博（地質情報研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

島弧及び大陸縁辺部での対の変成帯形成過程を解明す

るために、未解明の部分の多い低圧高温型変成帯の温度

圧力構造、年代を明らかにし、数値シミュレーションに

よって地殻内部の物質循環を明らかにする。本年度は、

北部九州に分布する花崗岩類と変成岩類のジルコン U-

Pb 年代、変成岩の地質構造、温度圧力構造、数値シミ

ュレーションをもとに、地殻下部から部分溶融した変成

岩が浮力により上昇するモデルの提案を行った。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］変成帯、島弧地殻、温度圧力構造 

 

［研 究 題 目］DNN を用いた音声による音声の検索の

高精度・高速・低資源システムの実現 

［研究代表者］伊藤 慶明（岩手県立大学） 

［研究担当者］伊藤 慶明（岩手県立大学）、李 時旭 

（知能システム研究部門） 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 ビデオ機器の大容量化に伴い、今後は一週間の放送全

てを録画しておき、見たい部分を検索して所望の区間の

みを鑑賞するライフスタイルに変わっていくと予想して

いる。その際、ビデオを簡便に検索できる機能が望まれ

る。一週間のテレビプログラムを「音声で」検索する、

一週間のビデオ中の音声を「音声で」検索する機能を、

高精度・高速・低資源で実現するシステムの開発を目指

す。これまで音声でテキストを検索する技術の研究は多

くなされてきたが、音声で音声データを検索する精度は

低くその技術は確立されていない。また、高速にすれば

精度低下や必要資源の増加に繋がり、精度・速度・資源

のいずれかが損なわれてしまった。音声認識では近年

Deep Neural Network（DNN）により認識精度が飛躍

的に向上しており、本研究では大型な DNN を導入しな

がら、高精度・高速・低資源で音声による音声データ検

索を可能にする技術を新たに開発することを目標とする。 

 本研究テーマでは、先行研究の音声検索性能のさらな

る高度化を図るもので、音声検索技術の（1）高精度化、

（2）高速化、（3）低資源化、（4）未知語音声クエリの

実現の4件のサブテーマで研究開発を推進し、最終的に

は（1）～（3）の狙いを両立する「音声で音声を検索

する」システムの研究開発を計画している。 

 平成29年度においては、4つのサブテーマについて、

さらなる高度化を図るととともに、実際に稼働する高精

度・高速・低資源の音声中の検索語検出システムの研究

開発を推進した。当研究によって得られた研究成果を国

内外の学術雑誌や学術会議・学会において公表した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］音声中の検索語検出、深層学習、音声認

識 

 

［研 究 題 目］単一パルス高圧衝撃波管によるテトラフ

ルオロエチレン爆発予知のための反応モ

デル構築 

［研究代表者］松木 亮（安全科学研究部門） 

［研究担当者］松木 亮（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

テトラフルオロエチレン（C2F4）ならびに含フッ素

炭化水素（ハイドロフルオロカーボン）の高温下での反

応機構の解明に資するため、衝撃波管装置を用いて分光

学的に高温反応の研究を行っている。これらの化合物を

熱分解することによって生じる反応生成物を検出し、そ

の生成挙動を明らかにした。特に、テトラフルオロエチ

レンから生成するジフルオロメチレン（CF2）ラジカル

を紫外吸収分光法により検出し、その反応経路を推測し

反応速度定数を求めた。また、ハイドロフルオロカーボ

ンの熱分解反応については、反応によって生成するフッ

化水素分子を赤外吸収分光法によって検出し、その過渡

挙動を計測することによって熱分解の反応速度定数を求

めた。これらの実験データならびに文献調査による反応

速度データを基に、テトラフルオロエチレンの爆発挙動

を予測するための反応モデルを構築した。構築したモデ

ルを用いて反応シミュレーションを行った結果、テトラ

フルオロエチレンの爆発過程では、ジフルオロメチレン

ラジカルが重要な反応中間体であり、ジフルオロメチレ

ンラジカルが関与する反応過程が爆発挙動を左右する因

子であることが明らかとなった。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］衝撃波管、テトラフルオロエチレン、ハ

イドロフルオロカーボン、自己分解爆発、

高温化学反応 

 

［研 究 題 目］チタンと硝酸との反応による爆発性物質

の同定及び安全取扱技術の確立 

［研究代表者］佐藤 嘉彦（労働安全衛生総合研究所） 

［研究担当者］岡田 賢、秋吉 美也子、松永 猛裕 

（安全科学研究部門）（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

本研究は、今後頻発する恐れがあるチタン薄膜を硝酸

で処理する薄膜剥離工程での爆発災害を防止し、労働安
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全の更なる向上に貢献することを目的としている。具体

的には、チタン薄膜／硝酸処理工程で爆発の原因となる

爆発性生成物を同定し、摩擦や衝撃等の感度や爆力を把

握する。チタン／硝酸溶液組成の影響を明らかにし、爆

発性物質を生成しない、安全に取り扱える範囲を確定す

る。 

今年度は、爆発事故現場のチタン薄膜の処理で使用し

ている溶解槽の溶液の温度分布測定をおこなった。シー

ス熱電対をヒーター部、溶液部に設置し、温度測定を行

ったところ、想定の温度範囲で異常な高温に到達すこと

はなく、最大でも約90 ℃であることがわかった。すな

わち、爆発事故は、異常な加熱によるもではなく、チタ

ン薄膜／硝酸の爆発性生成物によるものであることが予

想される。この結果も踏まえ、現場の状況に最も近い空

気バブリングによる撹拌を行いながら、チタン薄膜／硝

酸処理工程の再現実験を行った。しかしながら、爆発現

象の再現は確認できなかった。次に、チタン薄膜／硝酸

の試料をガラスアンプルに封入して、DSC 測定（熱分

析）を行った。通常の金属容器では、酸の腐食により正

当な評価が行なえない可能性があるためガラスアンプル

を使用した。チタン薄膜を数カ所に分離し、硝酸との混

合状態で熱分析を実施したところ、90～150 ℃の比較

的低温で、非常に鋭い発熱ピークが確認された。さらに、

チタン薄膜の SEM-EDS 分析を実施したところ、発熱

ピークが発生しない試料については Al の割合が多い等

の金属元素の含有割合の差異が見られた。今後、更に爆

発性生成物、不動態皮膜成長、作用する金属元素の観点

に着目し、検討を進める必要がある。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］チタン薄膜／硝酸処理工程、爆発性生成

物、不動態成長 

 

［研 究 題 目］小児用および部分補助用軸流補助人工心

臓の開発 

［研究代表者］山根 隆志（神戸大学） 

［研究担当者］丸山 修（健康工学研究部門） 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 羽根先端隙間が100 m の KAP7、および50 m の

KAP8の溶血特性を比較したところ、KAP7の臨床許容

限度（およそ NIH=0.04）に達するのは9000 rpm（圧

力85 mmHg）であり、KAP8の臨床許容限度は8000 

rpm（圧力65 mmHg）であることから、KAP7の方が

高回転まで溶血が少なく優れていることがわかった。す

なわちせん断速度が10万 s-1を超える羽根先端隙間50 

m では溶血が高く、10万 s-1以下となる隙間100 m

が適切であることがわかった。これによって溶血特性の

改善を図ることができた。 

 溶血成績の良い KAP7を用いて、ex vivo 評価として、

体重61 kg のヤギで抗血栓試験を行った。流量2 L/min、

回転数10,000 rpm で2時間は維持できたものの、入口

静翼付近での血栓形成を認めたため、実験を中断した。

溶血特性は改善されたが、抗血栓性は十分とはいえない

ことがわかった。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］補助人工心臓、軸流ポンプ、小児用、部

分補助用 

 

［研 究 題 目］前腕切断端部の筋電信号特性と運動・生

理学的分析による筋電義手操作基準に関

する研究 

［研究代表者］大庭 潤平（神戸学院大学・総合リハビ

リテーション学部） 

［研究担当者］梶谷 勇（ロボットイノベーション研究

センター）、大庭 潤平（神戸学院大

学・総合リハビリテーション学部）、 

大西 謙吾（東京電機大学・理工学部） 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 事故や病気などによって手を失った人、あるいは先天

的に手に障害のある人が、手の機能の一部を代替するた

めに用いる義手について、そのリハビリテーション手法

に関する研究である。義手には様々な種類があるが、そ

の中でも、手に残る部分（断端部）の筋肉を動かしたと

きに生じる電気信号（筋電）を用いて操作する筋電電動

義手は、近年、活発に活用されるようになってきたもの

の、その機能を最大限に生かすためのリハビリテーショ

ン手法が体系化されていないことが課題である。運動生

理学的な解析により、筋電を測定する部位の決定方法、

およびアセスメント、リハビリテーション方法に関する

知見の集約と解析を実施する。昨年度までに考案したフ

ィッツの法則に基づく評価方式の難易度設定と、神戸学

院大学側で進められた健常被験者模擬実験の結果を加味

し、具体的なリハビリテーション手技との対応について、

単純把持動作訓練に対して、片手動作課題と両手動作課

題がどのように影響するのかについての考察を進めた。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］義手、筋電、アセスメント、リハビリテ

ーション 

 

［研 究 題 目］新規ハイブリッド型ポリケタイド合成酵

素 Steely の産物多様性創出機構の解明 

［研究代表者］齊藤 玉緒（上智大学） 

［研究担当者］森田 直樹（生物プロセス研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 細胞性粘菌の Steely 酵素は、別個の酵素と考えられ

てきた I 型ポリケタイド合成酵素（PKS）の C 末端に

III 型 PKS が融合するという特異な構造を持つ。III 型

PKS は芳香族ポリケタイドを合成し、緩やかな基質特
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異性から複数の産物を与えることが知られている。2つ

の Steely 酵素のうち SteelB 酵素の場合は発生段階に応

じて、酵素の発現場所や構造を変化させていることが、

これまでの研究結果から推定された。一方 SteelyA 酵

素は4-methyl-5-pentylbenzene-1,3-diol（MPBD）を合

成し、産物の構造が発生段階で変化することはない。そ

の産物は発生初期では細胞集合を制御し、発生の最終期

では胞子細胞の成熟を制御している。これは合成された

MPBD が修飾されることによって構造の異なる化合物

ができるからであると考えられる。SteelyA は細胞生粘

菌の４つの進化グループでそれぞれ保存されていて、そ

れらは総て MPBD を合成していることがわかった。こ

のことは細胞性粘菌の異なる種でも MPBD を合成して

いることを意味している。しかし、その存在量は種間で

大きく異なっていることがわかった。さらに、MPBD

の含量が非常に低いと考えられる Polysphondylium で

は、SteelyA 遺伝子を破壊し MPBD ができないように

しても、発生に影響がないことが示された。  

［領 域 名］生命工学   

［キーワード］ポリケタイド合成酵素、ハイブリッド型

酵素、分化誘導、細胞性粘菌、土壌微生

物 

 

［研 究 題 目］モバイル機器を利用した反転授業とその

効果に関する研究 

［研究代表者］小張 敬之（青山学院大学） 

［研究担当者］児島 宏明（知能システム研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 語学教育において小型 PC やタブレット機器を利用し

た反転授業が関心を集めている。本研究では特にスマー

トホンなども含めたモバイル機器を中心に、英語学習に

おいて効果的な教材の構成や学習方法の研究を行い、学

習者の音声の分析などを通じてその効果を検証する。青

山学院大学を代表機関とし、他に3大学と産総研が分担

する。そのうち産総研では、学習効果を被験者の発話デ

ータに基づいて評価するための音声分析手法や統計分析

手法等を担当した。2017年度は、全体で3年間の計画の

最終年度として、これまでに収録されたデータを整理し

分析結果をまとめた。オンライン語学学習を反転授業で

行った前後の得点と学習動機に関するアンケート結果に

基づいて、それらの関係を分析した結果、協働中心のア

クティブ・ラーニングや反転授業が学習者の訓練志向動

機をはじめとする動機づけに及ぼした影響が大きいこと

がわかった。プロジェクトは終了するが、今後も分析を

続け成果をまとめるとともに、応用行動分析など他分野

の知見とも融合して、語学教育手法の発展を目指す。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］CALL（コンピュータ支援語学学習）、 

音声分析 

［研 究 題 目］a-Si:H/c-Si ヘテロ接合界面近傍のボイ

ド構造解明 

［研究代表者］松木 伸行（神奈川大学） 

［研究担当者］大島 永康、オローク・ブライアン（分

析計測標準研究部門）（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

  水素化アモルファスシリコン/結晶シリコン（a-Si: 

H/c-Si）ヘテロ接合太陽電池は25.6 %の高変換効率が達

成されている有望な太陽電池であるが、a-Si:Hの構造内

に微小ボイド欠陥構造が形成されるためにさらなる変換

効率向上が妨げられているため、開発試料の簡易なボイ

ド欠陥評価法を確立することが重要である。a-Si:H作製

条件を大幅に変化させて、陽電子消滅法による空隙評価

とエリプソメトリーによる光学特性評価の結果を比較し、

光学特性のみから欠陥情報を簡易に取得する手法につい

て研究を行っている。 

複数の装置を用いて異なる条件にて B2H6をドープし

た試料を準備し、これらを陽電子消滅法およびエリプソ

メトリーにより分析をすすめた。陽電子消滅法は、産総

研のパルス化低速陽電子ビーム施設用いて実施した。昨

年度と比較して製作条件をより広範囲に広げて試料準備

を行ったが、陽電子寿命法とエリプソメトリーの測定結

果の相関は変わらなかった。このことは、対象としてい

る試料の空隙評価をエリプソメトリーで簡易に代替して

実施できる可能性があることを示唆している。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］水素化アモルファスシリコン、ヘテロ接

合太陽電池、陽電子寿命測定 

 

［研 究 題 目］a-Si:H/c-Si ヘテロ接合界面近傍のボイ

ド構造解明 

［研究代表者］松木 伸行（神奈川大学） 

［研究担当者］オローク・ブライアン、大島 永康（分

析計測標準研究部門）（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

  水素化アモルファスシリコン/結晶シリコン（a-Si: 

H/c-Si）ヘテロ接合太陽電池は25.6 %の高変換効率が達

成されている有望な太陽電池であるが、a-Si: H の構造

内に微小ボイド欠陥構造が形成されるためにさらなる変

換効率向上が妨げられている。本研究では、a-Si:H 作

製条件を複数のドーパントを加える等して変化させた際

のボイドサイと光学定数との相関とを、短パルス化陽電

子ビームを用いて調べた。 

 共同研究者側が測定した分光エリプソメトリーの結果

と、我々が測定した陽電子寿命法の結果との相関は、昨

年度から継続している B2H6 のみを添加材として加えた

場合には、明瞭な相関関係が見られた。一方、異なる添

加材を加えた場合には、従来の相関関係とは異なること

を見出した。その物理化学的な理由については、現在議

論をすすめている。 
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［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］水素化アモルファスシリコン、ヘテロ接

合太陽電池、陽電子寿命測定 

 

［研 究 題 目］超高速 CPU 開発に向けた高品質シリコ

ンゲルマニウム結晶基板製造の研究 

［研究代表者］前田 辰郎（ナノエレクトロニクス研究

部門） 

［研究担当者］前田 辰郎（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 我々は、超高速 CPU を実現するのに有用は SiGe 結

晶基板の開発を行っている。実際に、最先端の Si-

CMOS 技術では、チャネル材料やコンタクト領域、ス

トレス印可層など様々なところで SiGe が利用されてい

る。しかしながら、SiGe を利用したデバイス設計には

SiGe 本来の基本物性値が必要にもかかわらず、基本的

な電気特性である移動度さえもほとんど報告されていな

いのが現状である。本研究では、JAXA で開発された

TLZ 法により成長した様々な Ge 組成を有する高品質な

SiGe 単結晶の電気物性を評価することが目的である。

本年度は、様々な組成を有する SiGe 単結晶の反射率測

定を行った。反射率測定からは、その組成比に応じた

SiGe 固有のバンド構造に由来した吸収が観測された。

X 点での吸収である E2ピークは Ge の濃度が上昇して

もそのエネルギーに変化は見られない。一方 L 点方向

での特異点吸収である E1ピークは、Si の場合はΓ点の

E0ピークと重なっているが、Ge 濃度が上がると E0と

E1に分離し、E1のみが低エネルギー側にシフトしてい

くことが観察された。Ge100 %の場合には、1.3eV 程度

シフトしており、L 点方向にエネルギーの最小値が現れ

る。また、Ge 濃度が高いところでは E1が2重に分裂す

る。これは、価電子帯側のスピン軌道分裂によるもので、

E1と E1+Δ1と呼ばれるが、この分裂は Ge が60 %以上

に現れることが新たにわかった。これらのことから、こ

の結晶を利用して半導体の基本物性の評価をする上で最

適な結晶であることが証明された。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造   

［キーワード］半導体、シリコンゲルマニウム、混晶、 

移動度 

 

［研 究 題 目］ナノサイズ光学窓の形成による超解像効

果発現の最適条件の理論的探索 

［研究代表者］佐野 陽之（石川高等専門学校） 

［研究担当者］佐野 陽之、桑原 正史（電子光技術研

究部門）（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 大一原理計算により、高温熔融状態の光学特性を明ら

かにする。 

研究計画： 

 H28年度から H30年度まで。産総研が実験データを

提供し、石川高専では理論計算を行う。固体-液体での

屈折率の違いを原子レベルで明らかにする。 

年度進捗状況： 

 光ディスクの超解像再生は、光の回折限界を超えて、

小さな記録マークを読み出す技術である。機能層と呼ば

れる材料が熔融した際に、開口となり実際の光のスポッ

トが小さくなるためと言われている。産総研では、この

事実を確かめるため、高温熔融状態での機能層材料の複

素屈折率を求める事に成功している。固体から熔融状態

に変化する際に、大きく複素屈折率が変わるのであるが、

その原因については明らかになっていない。そこで、石

川高専の佐野教授と共に第一原理計算により、原因解明

を行った。産総研で提供するデータは、Sb2Te3と InSb

の高温熔融時および固体時の複素屈折率である。実験で

は、熔融すると固体に比べ、Sb2Te3は透明化、InSb は

不透明化する事が明らかになっている。佐野教授は昨年

度、Sb2Te3の固体と液体に関して計算を行い、液体では、

光によって電子が励起されるが固体の時頼の遷移先の状

態密度が低いため、結果、光の吸収が少なくなることを

明らかにした。H29年度は、InSb の液体、固体につい

て計算を行った。InSb の場合には、液体状態になると

束縛されていた電子が、束縛を解かれ自由電子となる事

がわかった。その結果、液体状態では、自由電子により

光が遮断される事がわかった。これは、実験結果を金属

の自由電子モデルを用いて解析すると説明できることか

ら、理論で導いた結論とも合致する。今後は、更に原子

レベルでの解析を進め、実験結果との更なる一致を目指

す。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造   

［キーワード］第一原理計算、Sb2Te3、InS、高温熔融

状態、複素屈折率 

 

［研 究 題 目］多色変化型糖センサーアレイの高機能化

と多検体同時検出システムへの展開 

［研究代表者］青木 寛（環境管理研究部門） 

［研究担当者］青木 寛（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 高感度で迅速かつ明瞭多彩な色調変化を示し、生体サ

ンプル中のグルコース濃度を簡便・正確に測定できる実

用的な多色変化型糖センサーを開発する。グルコースに

対する応答感度を向上するため、新たな構造を有するボ

ロン酸モノマーを合成して薄膜作製に用い、薄膜の比表

面積を増大させる手法を開発する。この際、薄膜の色調

変化を数値化して定量的に評価する手法を確立する。糖

以外の化合物に対する応答メカニズムの新規導入も検討

する。最終的に、我々の身の回りに存在する多種類の測

定対象物質を1枚のチップにより測定できる多検体同時

検出システムへの発展を目指す。 

 本年度は、ボロン酸を活用して、過酸化水素に対する
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センサーの開発を行った。具体的には、ボロン酸ユニッ

トとピレンユニットとを有するコポリマーを合成し、こ

れが過酸化水素濃度に対して蛍光強度比変化型の応答を

示すことを見出した。過酸化水素の非存在下では、コポ

リマー鎖は比較的伸展した状態になっているが、過酸化

水素の存在下では、過酸化水素がボロン酸ユニットと反

応してフェノール部位を形成し、コポリマー鎖は収縮す

る。これにより、元々離れて位置していたピレンユニッ

ト同士が凝集する。この結果、ピレンのモノマー発光強

度に対するエキシマー発光強度が、過酸化水素の濃度に

対して上昇することを見出した。この発光強度比変化に

基づく方法により、過酸化水素を0～30 M の濃度範囲

（検出下限：1 M）で検出することができた。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］比色反応、センサーアレイ、糖尿病、糖、

グルコース、ボロン酸 

 

［研 究 題 目］シリカ膜マイクロカプセルを用いた自己

修復繊維強化ポリマーの開発 

［研究代表者］藤原 正浩（化学プロセス研究部門） 

［研究担当者］藤原 正浩（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 近年、繊維強化ポリマー（FRP）は優れた強度性能

を有していることより、航空宇宙・自動車等の幅広い分

野への適用が期待されている。しかしながら、FRP は

使用中に微小な内部損傷が容易に発生し、突発的な破壊

を引き起こすという問題点があり、その安全性・信頼性

の確保が必要になっている。一方、FRP 廃棄物の増加

による環境負荷も問題である。そこで、その優れた特性

を長期間維持できる FRP を創出するため、内部損傷を

自己修復機能によって実現し、安全性・信頼性を高め、

同時に環境負荷低減を目指す必要が高まっている。 

 本研究は、ポリマー修復剤を内包した耐熱性の高いシ

リカ・マイクロカプセルを、炭素繊維ストランドを空気

で広げてポリマーの含浸性を改善した開繊炭素繊維スト

ランドを組み合わせて強化繊維の間隙にシリカ・マイク

ロカプセルを均一配置した、自己修復性を有する炭素繊

維強化ポリマー（CFRP）積層材料の開発を目標とする。

優れた初期特性と自己修復機能を両立させ、構造物の安

全性・信頼性を飛躍的に向上させた新規 CFRP 積層材

料の創成を当面の目的とする。 

 本年度では、優れた修復剤包含能を持った粒径50マ

イクロメートルのシリカ・マイクロカプセルの合成方法

の更なる改良と、マイクロカプセル内へのモノマー分子

の浸透・内包に関する性能評価を行い、こうして得られ

たモノマー内包シリカ・マイクロカプセルが自己修復材

料となり得る基盤を確立した。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］シリカ、マイクロカプセル、中空粒子、

ポリマー、自己修復材料、炭素繊維 

［研 究 題 目］ソーレ効果を用いたガス分離デバイスの

微細連続構造による高性能化 

［研究代表者］松本 壮平（集積マイクロシステム研究

センター） 

［研究担当者］松本 壮平（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 芝浦工業大学・茨城大学との協力により、マイクロ化

学プロセス等における精製工程での応用を想定したガス

分離用マイクロ流体デバイスの開発を行っている。成分

分離の原理として、温度勾配によって駆動される分子拡

散現象であるソーレ効果を応用することで、廃熱等を利

用し化学的処理を一切必要としない新しいガス分離技術

の確立を目指す。ソーレ効果による成分分離では、一般

的に、得られる濃度差の上限は高々数パーセントと小さ

い点が課題であった。これに対して本提案手法では、分

離素子の大規模ネットワーク化という新しいアプローチ

により、同じソーレ効果の原理を用いて、理論的にはほ

ぼ完全な分離が可能となる。前年度までに、微細流路を

エッチング加工したステンレス薄板を積層・拡散接合す

ることにより作成した金属製流体チップを用いて、単位

分離素子の特性評価を実施し、性能に影響を与える因子

を抽出した。平成29年度は、上記の結果を踏まえた単

位分離素子の形状改善、素子数103個規模のネットワー

ク型分離デバイスの設計・試作および性能評価を実施し

た。単位分離素子の形状に関しては、流路高さと出口分

岐部角度の見直しを行ったほか、積層時の接合面積を削

減することで、デバイス上面～下面間の熱通過を抑制し、

温度差を維持しやすい構造とした。この結果、得られた

濃度差は、ネットワーク型分離器の理論による理想値の

約25 %を達成し、ネットワーク構造による性能向上を

実証する結果と言える。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］MEMS、マイクロ流体デバイス、ガス 

分離、濃縮、廃熱利用 

 

［研 究 題 目］近接・低歪み多重積層構造を適用した量

子ドットレーザの高効率化に関する研究 

［研究代表者］天野 建（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］天野 建（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本申請では、近接・低歪み積層構造を提案し、量子ド

ットの光利得向上及び高速変調速度の向上そして、量子

ドットの結晶歪み低減を実現する。本研究で提案する量

子ドットレーザの構造を以下の手順で実現化する。 

（1）量子力学的結合を実現させるための近接積層膜厚

の算出 

（2）近接・低歪み多重積層構造量子ドットの結晶成長 

（3）近接・低歪み多重積層構造量子ドットの光増幅率

及び高速変調速度の評価 

（4）近接・低歪み多重積層構造の歪み・欠陥評価 
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 手順（3）、（4）の評価結果と（2）の結晶成長へフィ

ードバックを繰り返し、最適構造とし、（5）量子ドッ

トレーザデバイスへ展開する。具体的に平成29年度は

下記を行った。 

 実際に近接・低歪み多重積層構造量子ドット活性層を

成長し、量子ドット活性層断面をフォトルミネッセンス

法により発光特性の評価を行った。近接条件により発光

特性の変化を確認し、近接・低歪み多重席層構造の有用

性を示した。 

［領 域 名］ エレクトロニクス・製造  

［キーワード］量子ドット、半導体レーザ 

 

［研 究 題 目］高温高湿度の高度利用のための湿度測定

法と精度評価技術に関する研究 

［研究代表者］伊與田 浩志（大阪市立大学） 

［研究担当者］阿部 恒（物質計測標準研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 高温高湿度条件（大気圧の過熱水蒸気を含む）は、近

年、樹脂材料の加速耐久試験、農・水産物の乾燥や加工

工程、塗料の硬化過程や樹脂の熱処理などで利用が進ん

でいる。乾湿球湿度計は、このような利用条件下におい

ても原理的に湿度測定が可能であり、簡便で安価な測定

法としての利用技術の確立が期待される。本研究は、

300 ℃以上、水蒸気モル分率0.01（室内空気）～1.0

（過熱水蒸気）において、同湿度計の原理を利用した湿

度測定装置の開発と精度及び誤差要因の検証、そのため

の湿度発生装置の開発を目的とする。 

 29年度は、湿度発生装置の改良（小型化、高精度化）

を行った。本装置で発生させた湿潤空気を、産総研で校

正した SI トレーサブルな露点計を使って測定し、値の

比較を行った。さらに、水蒸気を冷却し凝縮（液化）さ

せ、重量法による露点温度の検証も行った。本装置によ

る発生湿度の露点温度の最大偏差は0.39 ℃であり、目

標とした測定精度0.5 ℃を満たしていることが確認でき

た。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］乾湿計、高湿度、信頼性、トレーサビリ

ティ 

 

［研 究 題 目］遮熱コーティングの界面熱抵抗評価方法

の開発 

［研究代表者］高橋 智（首都大学東京） 

［研究担当者］阿子島 めぐみ（物質計測標準研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 高温部品を被覆する遮熱コーティング（Thermal 

Barrier Coating、以下 TBC）では、熱物性値のニーズ

が高い。レーザフラッシュ法による熱拡散率測定方法に

おいて多層モデルを適用して基材から剥がさずに TBC

を構成するセラミックトップコート（TC）、ボンドコー

ト（BC）の熱拡散率を評価する方法が実用化され、標

準化された。この方法を発展させ、TBC を構成するセ

ラミックトップコート（TC）の熱拡散率と TC／ボン

ドコート（BC）界面熱抵抗を評価する実用的な方法を

考案し、TC 組織や TC／BC 界面に生成する熱成長酸

化物（TGO）を調べ、熱時効温度や時間ならびに熱サ

イクル数の増加に伴う熱拡散率や界面熱抵抗の変化を

TBC の組織変化と関連付けて究明することを目的とし

た研究である。 

 本年度は、金属基材に TBC を施工した多層試料を昨

年度よりも長い時間熱処理し、その見かけの熱拡散率を

測定した。その結果から界面熱抵抗の評価を試行した。

また、TC 単層試料を用いて、板厚方向と面方向それぞ

れの組織観察と室温～900 ℃までの熱拡散率測定を行

い、構造と熱物性の異方性の関係を明らかにした。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］遮熱コーティング、熱拡散率、熱伝導率、

界面熱抵抗、レーザフラッシュ法、多層

解析、ガスタービン 

 

［研 究 題 目］運動視覚におけるマルチスケール神経情

報処理機構の解明 

［研究代表者］三浦 健一郎（京都大学） 

［研究担当者］竹村 文（人間情報研究部門）、 

三浦 健一郎（京都大学） 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

私達は日常の環境の中で、動いている物体から視覚入

力を受ける。また、自分が動くと自分自身を包む環境か

ら視覚的な動きを経験する。その中で、入力されてくる

視覚情報から動きを検出し、その情報を統合することに

よって注目する物体の動きや自らの動きを知ることは視

覚システムの重要な課題である。視覚システムは高度に

並列化された神経経路から構成され、その一つの特徴は、

様々に異なる解像度で視覚情報を並列的に処理すること

にある。本研究では、視野の広い範囲の動きを解析する

システムとその出力としての眼球運動反応に着目し、運

動視覚システムのマルチスケール情報処理において、視

覚運動情報が抽出、統合、出力されるプロセスを明らか

にする。 

H29年度は、これまでに記録したデータを基に眼球運

動の解析を行い、運動視覚システムのマルチスケール情

報処理において、視覚運動情報が抽出、統合、出力され

るプロセスについて仮説を立て、神経科学学会および北

米神経科学学会で発表した。さらに、この仮説を明らか

にする電気生理実験を行った。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］脳科学、視運動、眼球運動、運動情報解

析、視覚 
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［研 究 題 目］プロテアーゼ巨大分子複合体とウイルス

様膜小胞による細菌の新規細胞機能の確

立と応用 

［研究代表者］渡部 邦彦（京都府立大学） 

［研究担当者］川崎 一則（バイオメディカル研究部門）

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 好熱菌 Meiothermus ruber H328株の産生するケラ

チン分解性プロテアーゼは超巨大分子複合体構造を持つ

と考えられている。このプロテアーゼの性状を明らかに

するために、同プロテアーゼをゲル濾過、ショ糖密度勾

配遠心などによって精製処理する段階の各サンプルにつ

いて、ネガティブ染色法を用いた電子顕微鏡観察による

微細構造の解析を行った。その結果、プロテアーゼの精

製度の進展に伴って、試料中に直径が100 nm 程度の構

造体と直径が数十 nm 程度の構造体が存在することが明

らかになった。前者の構造体は、超薄切片法によって二

重膜構造が確認されるとともに、フリーズレプリカ法に

よって疎水性割断面が観察されることから、膜構造から

なる100 nm 程度の小胞であることが明らかになった。

疎水性割断面には膜内粒子の形態が確認され、膜を貫通

するタンパク質の存在が示唆された。一方、後者の数十

nm 程度の構造体においては超薄切片法でもフリーズレ

プリカ法でも、膜構造に起因する形態は観察されず、分

子集合による顆粒構造と考えられた。ケラチン分解性プ

ロテアーゼの活性の構造的な基盤は、これら膜小胞およ

び微細な顆粒の構造解析によって解明されるものと考え

られる。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］プロテアーゼ、好熱菌、膜小胞、電子顕

微鏡 

 

［研 究 題 目］蛋白質立体構造解析と分子動力学に基づ

く EGFR 分子標的薬の効果予測と創薬 

［研究代表者］大西 宏明（杏林大学医学部） 

［研究担当者］広川 貴次（創薬分子プロファイリング

研究センター）、中村 浩之（東京工業

大学）（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 EGFR 遺伝子およびその関連シグナル伝達分子の異

常は、肺癌、脳腫瘍、消化器癌など、様々な癌の発症・

進展に関わっている。肺癌では、EGFR 遺伝子のエク

ソン19－21の変異がチロシンキナーゼ阻害剤（TKI）

の効果に関与することが明らかとなっている。特に、エ

クソン20の T790M 変異は、TKI に対する耐性遺伝子変

異として知られ、TKI 耐性となった患者の約半数は

T790M 変異を獲得することが知られている。我々は過

去の報告において、EGFR 遺伝子の V843I 生殖細胞系

変異が遺伝性肺腺癌の原因遺伝子であることを明らかに

した。本変異を有する家系では、高率に肺線癌が発生し、

この癌細胞では付加的な EGFR L858R 変異が生じてい

ることがわかった。また本変異を有する肺癌細胞株は薬

剤感受性試験において TKI に耐性であり、実際に TKI

を投与された患者でも TKI の効果は認められなかった。

我々は、EGFR 遺伝子 V843I 変異を導入した NIH3T3

細胞株を用いた解析により、本変異が細胞増殖の亢進に

関与することを明らかにした。また、本家系の患者から

樹 立 さ れ た 細 胞 株 に 対 す る 、 数 種 の TKI や

EGFRV843I 変異特異的 siRNA を用いた解析により、

本変異が T790M に比べてより幅広い TKI に対する耐

性を示すことも明らかとなった2)。すなわち、T790M 

変異は gefitinib, erlotinib 等の第1世代の EGFR-TKI に

は耐性を示すが、afatinib, dacomitinib 等の第2世代

EGFR-TKI には感受性を持つのに対し、V843I 変異を

持つ細胞はこれらの EGFR-TKI すべてに対して耐性を

示した。一方、EGFR-TKI 感受性変異であっても、特

定の TKI に対する感受性が異なる場合があることも知

られている。例えば、afatinib は EGFR エクソン19の

欠失変異に対しては効果が高いが、L858R 変異は感受

性が低いことが報告されている。このような TKI の感

受性や耐性に関与する EGFR 変異は他にも知られてお

り、コンピューターシミュレーションによる EGFR 分

子構造の推定に基づく TKI 結合能の推測などからその

耐性機序の解析が行われている。しかしながら、各変異

における特定の TKI に対する感受性・耐性を生じる分

子メカニズムの詳細については、明らかにされていない。

また、低頻度変異や、二つ以上の EGFR 変異が同時に

生じている例についてはこのような検討はほとんどなさ

れていない。このような分子メカニズムの解明は、

EGFR-TKI に対する耐性の克服による抗癌治療のみな

らず、新たな抗 EGFR 薬の創薬による新規抗癌治療の

開発に不可欠である。 

 本研究は、蛋白質立体構造解析および分子動力学解析

の手法を用いて、EGFR およびその変異体の動的立体

構造の詳細を明らかにし、特に TKI の効果に深く関与

するチロシンキナーゼ部位における ATP 分子の動態を

TKI 分子との関連において解析することを目的とする。 

 本年度は、結晶構造に基づいたホモロジーモデリング

法による初期構造の構築により、野生型および変異を持

つ EGFR 分子について、TKI 結合部位を中心として立

体構造解析を行った。その後、ポケット構造の動態のサ

ンプリングによる構造ランドスケープ解析を行った。構

造ランドスケープ解析では、ポケット構造の揺らぎを二

次元で表現し、野生型と変異型との俯瞰図を構築した。 

 結果として、蛋白質立体構造解析の結果、野生型

EGFR 分子ではチロシンキナーゼ部位のポケットが広

く、EGFR-TKI の一つである erlotinib との結合が不安

定な状態が見られた。それに対し、EGFR L858R 変異

では R858残基と D837残基とのイオン結合によりポケ

ット部位が縮小し、erlotinib が結合しやすくなってい
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る状態が認められた。ポケット構造のサンプリングの主

成分分析による構造ランドスケープ解析では、野生型

EGFR では二次元グラフ上で局在点が複数観測され、

ポケットが複数の構造状態を持つため erlotinib の結合

が不安定となる可能性が示唆された。一方 EGFR 

L858R では、二次元グラフ上で単一の局在点が見られ、

ポケットの揺らぎが減少し erlotinib の分子サイズに適

合した状態で安定化していることが予想された。 

薬物を含む物質の結合部位は一般的に静的なものでは

なく、規則的な立体構造の変動を伴っており、機能分子

や薬物との結合もその変動を考慮する必要が明らかとな

ってきている。今回の解析により、erlotinib に感受性

のある EGFR L858R 分子では、結合部位の構造の揺ら

ぎが野生型に比べ減少し、erlotinib が安定して結合で

きることを予測できた。今後、他の変異についても、

TKI 結合部位の分子構造の動態をコンピューターシミ

ュレーションにより予測し、これまでの静的な立体構造

解析ではわからなかった EGFR 分子と TKI との作用動

態について明らかにしたい。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］EGFR 遺伝子、抗がん剤、薬剤感受性

変異、分子動力学計算、インシリコ創薬 

 

［研 究 題 目］パルスジェットメスを用いた軟性内視鏡

下下垂体病変摘出法の開発 

［研究代表者］小川 欣一（東北大学） 

［研究担当者］鷲尾 利克（健康工学研究部門）、 

小川 欣一、中川 敦寛、川口 奉洋、 

大谷 清伸（以上、東北大学）、 

荒船 龍彦（東京電機大学） 

（常勤職員1名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、軟性内視鏡下に抹消神経機能、細血

管温存下に病変摘出が可能な手術デバイス（パルスジェ

ットメス）の開発である。軟性内視鏡に導入可能なデバ

イスを試作し、流体工学的基礎実験を行い顕微鏡下デバ

イスと同等以上のパルスジェットの射出技術を確立し、

得られた結果を動物実験で検証することを目標とする。 

 これまでの知見で、従来の軟性内視鏡下を想定したハ

ンドピースでは、パルスジェットメスがこれまで示した

特性を十分に発揮出来ないことがわかっており、変更可

能な使用条件である送液方法について、これまでと異な

る方法を提案しその有用性を検証した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］パルスジェットメス、数値計算 

 

［研 究 題 目］高感度糖鎖解析システムを用いた新たな

子宮頸部腺癌診断・治療バイオマーカー

の開発 

［研究代表者］栂谷内 晶（創薬基盤研究部門） 

［研究担当者］栂谷内 晶（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 子宮頸がんは子宮がんの約7割を占め、近年は若年層

での発生頻度が増加傾向にあり30歳代後半が発生のピ

ークとなっているが、通常早期にはほとんど自覚症状が

ない。診断方法としては、細胞診、コルポスコープによ

る直接観察（コルポスコピー）、原因とされるヒトパピ

ローマウィスル（HPV）グループの DNA 検査がある

が、細胞診、コルポスコピーには熟練を要する。子宮頚

がんの中でも子宮頚部腺がんは扁平上皮がんと比較して

細胞診検体の形が崩れ易い、コルポスコピーによる発見

が難しいなど早期診断が困難な場合が多く、難治療性と

言われている。そこで我々は子宮頚部腺がんの早期診断

を可能とする分子マーカー開発を目的とした探索を開始

した。 

 まず子宮頚部腺がん組織に特徴的な糖鎖変化を見出す

ために、現在までに細胞株や LMD 試料から抽出された

糖タンパク質での解析を行ってきた。今年度は、体液試

料について検討を進めた。レクチンマイクロアレイ解析

に用いるための条件設定ならびに予備試験を終え、その

条件を使用して体液試料での解析を行ったところ、幾つ

かのレクチンのシグナルががんで亢進していることを見

出した。今後は共同研究機関と連携して、見出したレク

チンでの免疫組織化学的染色による解析とそれらの糖鎖

を持つマーカー候補となる糖タンパク質を探索していく

予定である。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］がん、糖鎖バイオマーカー、グライコプ

ロテオミクス、プロテオミクス 

 

［研 究 題 目］現代リスク社会の変容における公共政策

の役割：公共政策と「不確実性」 

［研究代表者］清水 美香（京都大学） 

［研究担当者］清水 美香（京都大学）、大谷 竜（地 

質情報研究部門）（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

本年度は、大規模地震発生の常時監視において、通常

とは異なる現象が観測された場合、それをどのように評

価し、そうした観測事実をどのように地震予測情報とし

て社会に発信するかに関する関係各機関の現状の調査、

及び事例解析を行った。まず、内閣府の「南海トラフ沿

いの地震観測・評価に基づく防災対応検討ワーキンググ

ループ」での審議を調査し、南海トラフ地震の予測情報

を用いた自治体や企業等における地震対策の現状、及び

不確実な地震予測をどのように活用したらよいのかにつ

いての検討に関する情報収集を行った。また、地殻変動

監視や地震発生サイクルシミュレーションを実施してい

る海洋研究開発機構に対して、地震学的データの社会で

の利活用に関する現状と今後の方針について調査すると

ともに、予測情報をどのように社会に有効に実装するか
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に関する学際研究を展開している東北大学・香川大学等

へのヒアリングも実施した。こうした調査の結果、現状

では各機関とも不確実性を有する予測情報について様々

な模索を行っている段階であり、特に機関をまたいだ具

体的な協働は見られないことが分かった。 

こうした不確実な予測情報がどのようなプロセスで発

信され、社会に出される可能性があるのかを明らかにす

るため、実際に過去に発生した異常現象に対する対応や

情報発信に関するケーススタディを行った。具体的には

2003年4月に、東海地方に設置された気象庁の歪計観測

点の一つである三ヶ日で急激な歪変化が観測された事例

について、各種資料を用いて当時の判定状況や意思決定

プロセスを明らかにした。その結果、観測された歪変化

がプレート境界面におけるすべりに起因するものと高い

確度で推定できるかどうかが、地震発生の可能性が高ま

ったかの判定・判断において大きな役割を果たしている

ことが分かった。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］地震、火山、地質ハザード、公共政策、

不確実性、リスク 

 

［研 究 題 目］ソーシャルビッグデータにおけるデータ

分析とデータ管理の統合理論の構築と実

践 

［研究代表者］石川 博（首都大学東京） 

［研究担当者］石川 博（首都大学東京）、廣田 雅春

（大分高等専門学校）、江原 遥（人工

知能研究センター）、遠藤 雅樹（職業

能力開発総合大学校） 

（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では時空間・意味情報を基に、分析の専門家で

ない当事者が疑似相関に注目してソーシャルビッグデー

タを効率よく分析できる基盤の開発とそのための理論構

築を行う。応用の、抽象度の高い分析と説明ができる基

盤の実現によってソーシャルビッグデータの利活用・流

通を促進し、異種セクタが協業するダイナミックな知的

社会の実現を目指すことが、本研究の目標である。 

 当 該 年 度 は 、 International Conference on 

Knowledge Engineering and Semantic Web (KESW) 

2016というチェコ・プラハで行われた会議で、観光に

関するツイート（マイクロブログへの投稿）をしている

Twitter ユーザが居住者か旅行者かを識別するタスクに

関する Live or Stay?: Classifying Twitter Users into 

Residents and Visitors という査読付き国際会議論文論

文を発表した。本研究において、当該研究者は、投稿論

文の英語原稿をほぼ全文に渡り書き直した。 

 その他、位置情報付きのツイートをしている Twitter

ユーザの情報から、都心における各地区の混雑度を曜

日・時間ごとに割り出し、地震などの広域災害が発生し

た場合に、混雑地区から最寄りの広域避難場所までの通

路で人通りが多く混雑しそうな地区を発見する

Visualizing High-Risk Paths using Geo-tagged Social 

Data for Disaster Mitigation という研究も、地図情報

研 究 の ト ッ プ 査 読 付 き 国 際 会 議 で あ る ACM 

SIGSPATIAL の Workshop であるである Workshop 

on Location-based Social Networks で発表を行った。

この研究は、当該年度に、論文誌版がジャーナル採録さ

れた。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］ビッグデータ、ソーシャルメディア、機

械学習 

 

［研 究 題 目］WebGIS 3次元地質モデラーを効率的に

活用するための地層対比支援システムの

開発 

［研究代表者］升本 眞二（大阪市立大学） 

［研究担当者］升本 眞二、根本 達也、 

Venkatesh Raghavan（大阪市立大学）、

野々垣 進（地質情報研究部門） 

（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

本研究の目的は、3次元地質モデルを構築する作業工

程の中で最も多くの時間を必要とする、ボーリング柱状

図の情報を用いた地層の対比や区分（データの分類作業）

の効率化を支援するシステムを開発することである。こ

れにより、WebGIS 3次元地質モデラーを利用した3次

元地質モデルの構築・発信の効率を向上させる。 

本年度は、理論的基礎の確立とシステム開発を進めた。

理論的基礎の確立では、地層の対比に活用することの多

い岩相、N 値、および鍵層という3つの地質情報に焦点

を当て、対比作業画面上でのこれらの表現方法について

検討した。特に N 値については、測定値をそのまま利

用する表現方法のほか、3次元空間補間による結果を利

用する表現方法についても検討した。また、対比作業を

進めていく際に、作業中の対比結果が、それまでの対比

結果と矛盾がないかをリアルタイムで確認するための方

法を確立した。システム開発では、N 値の3次元空間補

間方法を検討し、補間プログラムを開発した。また、地

層の対比作業中にその時点で得られる地層境界線を対比

作業画面の背景図として表示できるように、地層境界面

の推定プログラムの高速化を検討した。これまで開発し

た推定プログラムにおける連立方程式の解法を見直すこ

とで、一部の計算処理の高速化を実現した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］柱状図、ボーリング、3次元地質モデル 

 

［研 究 題 目］多種センサとクラウドを活用した分散リ

アルタイム機械学習処理基盤 

［研究代表者］中田 秀基（人工知能研究センター） 
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［研究担当者］中田 秀基、高野 了成（情報技術研究

部門）（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 センサーがいたるところに存在する IoT 時代におい

ては、センサーからデータを効率的にクラウドに収集し、

そこでリアルタイムに機械学習処理を行う必要がある。

このようなシステムにはリアルタイム性とスケーラビリ

ティが同時に要求される。われわれはこの問題に対して、

分散処理系である Spark を基盤とするシステムを提案

し、評価を行った。Spark に Kafka を組み合わせたシ

ステムを構築し、スループットに関する知見を得た。ま

た、Spark による分散並列実行に関しても様々なデー

タセットに対する評価を行い、効率面での問題点を発見

した。 

 これらの内容に関して国内研究会、全国大会で5件の

発表を行った。さらに、1件の査読付き国際会議での発

表を行っている。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］分散計算、ストリーム処理、動画認識、

機械学習 

 

［研 究 題 目］次世代暗号の実用化を支える新たな高度

鍵更新手法の設計と安全性評価 

［研究代表者］江村 恵太（情報通信研究機構） 

［研究担当者］江村 恵太、花岡 悟一郎、 

Nuttapong Attrapadung、松田 隆宏 

（情報技術研究部門）林 卓也 

（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 高機能暗号の社会実装を進めるうえで、鍵漏えいの問

題は実利用上の重大な脅威と考えられている。そこで、

本研究においては、次世代高機能暗号技術における安全

で効率的な鍵更新手法について検討を行う。 

 平成29年度は、前年度までの研究を拡張し、任意の

属性ベース暗号に対して、鍵無効化機能を付与する手法

の提案を行った。提案手法は、鍵無効化機能のみならず、

適応的安全性をもつことが数学的に証明可能であり、極

めて高い安全性を提供可能である。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］公開鍵暗号、鍵漏えい、証明可能安全性 

 

［研 究 題 目］非火山域における深部流体の起源と上昇

過程 

［研究代表者］中村 仁美（海洋研究開発機構） 

［研究担当者］中村 仁美、岩森 光、常 青（海洋研

究開発機構）、森川 徳敏、風早 康平 

（活断層・火山研究部門） 

（常勤職員2名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、非火山域における深部流体の分布と上昇

過程を把握し、日本列島における変動現象と流体の関係

の理解を推進させることである。「有馬型塩水」は、非

火山域に湧出するにも関わらず、高塩濃度、高 H-O 同

位体比、マントル由来の He など地球深部に由来する流

体である証拠が蓄積されつつある。そこで、これら化

学・同位体に加え、有馬型を含む深部流体の検出および

上昇途中での地殻・表層物質との反応に敏感な重元素同

位体（Sr、Nd、Pb、希土類元素）を用いて、西南日本

非火山域における深部流体の分布と上昇過程を把握する。

これにより、深部流体の流れを捉え、沈み込み帯の水循

環と変動現象への寄与の理解に繋げる。 

 今年度は、前年度に引き続き、深部の情報を保持する

可能性のある泉源を対象として四国全域（徳島・香川・

愛媛・高知）の調査を行った。既得の試料については、

一般水質、水の同位体、炭素同位体、溶存 He 同位体な

どの分析を行い、高次元のデータベース作成を進めた。

これにより、従来の地球化学的見地に加え、クラスタリ

ングと主成分分析を相補的に用いて多変量解析を行う統

計的手法を、高い信頼度で適用できるようになりつつあ

る。現在まで結果では、帯水層で沈殿物を生成したと考

えられる特徴をもつ泉源が、調査地域の広い範囲に湧出

していることを確認した。これはガスの分離と関係があ

ると予測しており、今後は、水成分とともにガスの採

取・分析を検討する予定である。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］深部流体、有馬型塩水、同位体、希土類

元素、多変量解析 

 

［研 究 題 目］火山・地熱由来水銀の放出量及び拡散量

の推計を目的とした安価な長期観測手法

の開発 

［研究代表者］丸本 幸治（国立水俣病総合研究センタ

ー） 

［研究担当者］野田 和俊（環境管理研究部門）、 

丸本 幸治（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

火山・噴気活動によって放出される水銀の環境影響を

評価するため、阿蘇火山の噴火により放出された火山灰

中の水銀濃度について、水溶性イオン成分濃度は噴火の

タイプによって大きく異なることが分かったため、今年

度は実際の噴火口付近で各種測定を行った。ここでは、

水晶振動子式水銀検知センサ（QCM-Hg センサ）によ

る簡易測定法によって、実際に噴火口付近で使用し、各

種環境データを取得した。新たに遠距離用データ通信ユ

ニットを搭載し、無人航空機からもリアルタイムでデー

タを確認可能とした。また、吸引ポンプを含めて測定シ

ステムについて全体に総重量が500 g 程度とした構成を

構築し、無人航空機の運用の制限を受けにくいシステム

とした。このシステムを活用し、素子の分析を含めて基

本動作を確認し、良好な結果が得られた。 
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［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］センサ、水晶振動子、水銀、IoT 

 

［研 究 題 目］地中熱利用システム普及による地下熱環

境への影響予測と監視手法の確立 

［研究代表者］濱元 栄起 

（埼玉県環境科学国際センター） 

［研究担当者］八戸 昭一（埼玉県環境科学国際センタ

ー）、宮越 昭暢（活断層・火山研究部

門）（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 地中熱利用システムは、地球温暖化対策や都市のヒー

トアイランドの抑制など環境負荷低減効果があることか

ら急速な普及が予測されている。しかし地中で人為的に

採排熱することから環境への影響も懸念されているもの

のこれまで広域的な評価は全くされていない。本研究で

は、関東平野を対象に独自に開発した計測技術を活用し

て地下環境調査を実施し、併せて地下水流動・熱輸送解

析を行うことでシステムの普及に伴う今後50年間の地

下の熱環境を予測することを目標とする。産総研担当者

においては、地下環境モニタリング、水文地質情報およ

び観測データの評価を担当する。当該年度においては地

下熱環境調査として、対象地域における4地点において

地下温度モニタリングを実施しており、本年度はこれら

データの収集と解析作業を実施した。この成果について

は学会発表を行うと共に、次年度は学術雑誌に報告する

予定である。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］環境負荷低減、都市化、地下水流動、地

下熱環境、関東平野 

 

［研 究 題 目］アピオスの潜在的機能の活用とその可能

性の検索 

［研究代表者］奈良 一寛（実践女子大学） 

［研究担当者］堀江 祐範（健康工学研究部門） 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 通常の食生活では、大豆およびその加工品以外でイソ

フラボン類を摂取することは困難であるとされるが、マ

メ科植物であるアピオス（Apios americana Medik）に

イソフラボンが含まれることが明らかとなった。本研究

では、アピオスに含まれるイソフラボン類の中で、他の

食品ではほとんど見られない2'-ヒドロキシゲニステイ

ンに注目し、生物学的効力の高いアグリコンであるゲニ

ステインと比較しながら、その可能性について検索し、

アピオスをイソフラボンの新たな摂取源として展開する

ための基盤を確立する。2'-ヒドロキシゲニステインは、

大豆に含まれるゲニステインの配糖体であるが、経口摂

取した場合には、腸内細菌によってアグリコンであるゲ

ニステインとして吸収されると予想される。しかし、腸

内における分解機序は不明であり、アピオスの潜在的機

能の活用のためには、その解析が欠かせない。産総研で

は、アピオス抽出物の生理活性を把握し、2'-ヒドロキ

シゲニステインの摂取による消化管内での腸内細菌によ

る分解と吸収の検討を行う。本年度は、イソフラボンを

含むアピオス抽出物の生理活性を、培養細胞を用いて評

価した。具体的には、乳がん由来細胞に対するエストロ

ゲン様活性の検討及び脂肪細胞による脂肪蓄積抑制効果

を評価した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］イソフラボン、アピオス、配糖体、消化、

乳酸菌 

 

［研 究 題 目］現代の生活習慣が引き起こす血栓症を予

防する新規食品機能成分の探索と応用 

［研究代表者］大石 勝隆（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］大石 勝隆（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 深夜勤務やシフトワーク、睡眠障害による生活リズム

の乱れ、肥満や糖尿病などの生活習慣病は血栓症の発症

リスクを増加させる。また、我が国が直面している社会

の超高齢化により、今後確実に血栓症が増加する。本研

究は、これまでに構築してきた独創的なモデルマウスに

よる評価系を応用し、現代の生活習慣によって起こる血

栓症を日常の食生活から予防する食品やその成分を見出

して、新たな保健機能食品の利用基盤の構築と、食生活

からの血栓症の予防を目指す。 

 当該年度から、モデルマウスを使った動物実験での検

討に重点を置いて進めている。種々のモデルマウスの準

備を進めながら、食品を使ったマウスでの検討も開始し、

黒酢10倍濃縮液および黒酢もろみ末を混餌投与したマ

ウスで、炎症性に誘発した血栓傾向を抑制する効果を見

出した。動物実験以外の部分では、黒酢もろみ末エタノ

ール抽出物が血小板凝集を抑制することや、培養血管内

皮細胞からの PAI-1産生を抑制することなどを示した。

現在は、黒酢もろみ末エタノール抽出物を分画し、機能

成分の特定が可能かどうか検討を進めているが、分画後

の抑制作用は確認できていない。 

 一方、肥満糖尿病マウスを用いた検討では、アシタバ

黄汁凍結乾燥物を混餌投与したマウスで、血栓傾向の抑

制を確認した。また、アシタバ黄汁を含んだ餌を摂取さ

せ高齢まで飼育したマウスは、加齢による血栓傾向が抑

制される可能性も見えてきた。しかし、実験期間短縮の

ために検討した加齢促進マウス（SAM マウス）では、

このような効果は確認できていない。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］血栓症、食品、加齢 

 

［研 究 題 目］シームレス地質図を活用した学習モデル

の実践的構築 
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［研究代表者］川村 寿郎（宮城教育大学） 

［研究担当者］内野 隆之（地質情報研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究は、地域地質及び防災のリテラシー向上のため

に、地質調査総合センターが公開している「20万分の1

日本シ－ムレス地質図」（以下、シームレス地質図）を

活用して、学校現場で利用可能な教材の作成と学習方法

の検討を行い、その学習効果を検証するものである。研

究2年目の本年度は以下を行った。 

1．シームレス地質図の中から、中学及び高校地学の学

習内容に適合する地質事象を吟味するため、仙台周辺

地域の新第三系と北上山地の古-中生界について現地

確認を行い、その有効性を確認した。 

2．宮城教育大学附属中学校と他校との交流授業、及び

岩手県一関地区中学校理科の研究授業で実施した「シ

ームレス地質図を使った地域の地質の成り立ちを理解

する学習」について、教師・生徒双方のアンケートや

実施記録をもとに学習展開方法や効果などについて検

証した。その結果、シームレス地質図は生徒の理解を

促進する上で大きな効果があることが確認された。 

3．シームレス地質図とそれを補完する他の地質情報と

を連関させた新たな学習モデルを作るため、宮城教育

大学上杉地区内でボーリングコアを掘削採取して標本

を作製するとともに、岩相・層序・年代を検討した。

附属中学校において、それらの資料とシームレス地質

図を用いて地学分野の授業を実施し、学習展開や教材

利用について検証した。その結果、地表から地下にわ

たる地質の立体空間分布と成り立ちを学習する上で効

果的であることが確認された。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］20万分の1日本シ－ムレス地質図、中学

校、高等学校、地学教育、地域地質、教

材 

［研 究 題 目］硫酸還元反応に着目した帯水層蓄熱によ

る地下水水質への影響評価 

［研究代表者］井岡 聖一郎（弘前大学） 

［研究担当者］町田 功（地圏資源環境研究部門）、 

井岡 聖一郎（弘前大学） 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

積雪寒冷地域で普及を目指している帯水層蓄熱では、

蓄熱過程において様々な温度環境下での硫酸還元反応の

発現が報告されており、有害な硫化水素の発生予測が現

状困難な状況にある。この原因は帯水層中に存在する微

生物が有機酸（酢酸、ギ酸）等をエネルギー源として、

様々なプロセスで硫酸還元反応を発現させるためである。

しかし、蓄熱過程における地下水中の有機酸等がどのよ

うな変化をするのか、あるいは変化しないのか過去の研

究では解明されていない。これを解明するために本研究

で用いたのは微生物が有機酸を利用する有効エネルギー

を熱力学的に導き、現場データと比較する方法である。 

平成29年度は、冬季の青森県津軽平野の浅瀬川下流

域において調査を実施し、深度約3 m の地下水の有機態

イオン濃度と酸化還元反応関連化学種濃度との相関等を

調査した。有機酸イオンの起源を有機物の分解物と想定

していたが、DOC（溶存有機態炭素）濃度との間には

相関は認められなかった。深度約8 m から採取した地下

水も同様であった。有機酸イオンのもとになる有機物は

溶存態とは限らないという可能性がある。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］浅層地下水、水質、オープン方式地中熱

ヒートポンプシステム 

 

［研 究 題 目］手内筋麻痺指に対する指機能再建法の生

体工学的検討  

［研究代表者］多田 充徳（人間情報研究部門） 

［研究担当者］多田 充徳（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 内在筋麻痺指に対する機能再建法として最も一般的な

のが Lasso 法である。元々は内在筋の機能を代替する

ために、浅指屈筋腱を A1プーリーに巻きつけていたが、

このバリエーションとして A2プーリーに巻きつける方

法も提案されている。しかし、これらの効果を比較した

研究は行われていない。 

 本研究では、屍体標本と筋腱駆動装置を用いた運動計

測実験を行うことで、様々な指機能再建法の効果を直接

的に比較する。本年度は、前年度までに開発した筋腱駆

動装置を用いて、2つの Lasso 法の機能再建の違いを定

量的に評価するための予備実験を実施した。具体的には、

A1プーリーまたは A2プーリーに巻きつけた浅指屈筋腱

に対して異なる荷重を加えた状態で、深指屈筋腱を一定

速度で駆動し、荷重の変化による指先起動の違いを評価

した。この結果、浅指屈筋腱の荷重が増加するほど指尖

部が大きな弧を描くことが分かった。このことから、浅

指屈筋腱が虫様筋の機能を代償していることが示唆され

た。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］デジタルヒューマン、示指、内在筋、外

在筋、筋骨格運動計測 

 

［研 究 題 目］音響放射力インパルスが肺およびその周

囲組織に及ぼす影響 

［研究代表者］笹沼 英紀（自治医科大学・医学部） 

［研究担当者］新田 尚隆（健康工学研究部門）、 

笹沼 英紀、谷口 信行、石黒 保直、

小形 幸代、金谷 裕司（以上、自治医

科大学・医学部）（常勤職員1名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 音響放射力インパルス（ARFI）と呼ばれる技術は、
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超音波を用いて肝臓の硬さや乳癌の質的診断を可能にす

る新しい手法で、弾性超音波診断法として既に臨床応用

されている。従来の超音波より高強度で持続時間の長い

パルス波を使用するため、これまでの安全基準内で出力

しても、条件によって組織破壊および有意な温度上昇を

引き起こす可能性がある。我々は、肝臓、心臓に対する

ARFI の安全性を検討してきたが、この過程で肺に傷害

が及ぶことを見出した。本研究は、肝臓、乳腺、心臓へ

の ARFI の応用を前提に、隣接する肺組織に ARFI が

どのような条件下において傷害を起こすのかを明らかに

することを目的とする。さらに臨床での超音波照射の安

全域について検討を行う。 

 平成29年度は、音響放射力照射系とイメージング系

が一体化した超音波照射システムの構築に関与し、その

後、研究代表者を中心としてウサギを用いた動物実験が

行われた。複数の音響窓を選定し、超音波照射が行われ

た。その結果、低い超音波強度が用いられた場合でも、

肉眼所見において red spot が認められる場合があった。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］超音波、音響放射力、生体作用 

 

［研 究 題 目］難治性潰瘍手術ナビゲーションのための

下肢末端血流動態画像解析・投影システ

ムの開発 

［研究代表者］荒船 龍彦（東京電機大学） 

［研究担当者］鷲尾 利克（健康工学研究部門）、 

荒船 龍彦、本間 章彦、大越 康晴 

（以上、東京電機大学） 

（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 閉塞性動脈効果症など末梢性動脈疾患（Peripheral 

arterial disease：PAD）に起因する下腿難治製潰瘍の

治療成績向上を目的とした、経皮酸素分圧（TcpO2）に

変わる、新たな表在血流の虚血スクリーニング手法の開

発を行う。 

 開発した血流計測システムは、対象となる画像があれ

ばその処理を自動化し結果が得られるので、血流計測シ

ステムが可搬性を有することは、PAD 疑いの患者に関

して自身の症状の把握を容易にし、生活の質（Quality 

of life）の向上が見込める。そこで、患者自身による計

測に高い再現性を持たせることができるのか、撮像条件

として重要である環境光の違いを検討した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］血流計測、携帯アプリケーション、サー

バサイドアプリケーション 

 

［研 究 題 目］『空間認知の歪み』を定量し運動パフォ

ーマンスの向上に活かす 

［研究代表者］小高 泰（自動車ヒューマンファクター

研究センター） 

［研究担当者］小高 泰（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 我々は、地球からの重力加速度を受けている空間に生

活している。そのため、その空間に適した空間認知シス

テムが構築されていると考えられている。一方、もし、

この重力加速度によって形成されている空間が、平常時

と違った場合、どのような空間認知が行われるかについ

ては明らかにされていない。科学技術が発達した現在、

自動車や飛行機等の乗り物、さらには、宇宙空間で長期

にわたって生活をするような状況が生じてきており、そ

の際、重力場が異なった（或いは、加速度が追加された）

状況における空間の認知がどのようにされるかについて

理解する事は、重要である。 

 そこで、本研究では、重力加速度方向が変わった状況

（座面がチルトする事で、斜め方向からの重力加速度を

受けるような状況）において、ヒトが、どのような空間

状況の把握をしているのか、また、その状況に対して、

自己中心座標とする運動がどのように調節・或いは影響

を受けるのかを実験で確かめた。 

 その結果、暗黒において、左右方向に8度、16度に傾

いた状態で、正面に呈示された運動目標に向けて、上肢

到達運動をさせると、傾きの度合いに応じて、傾いた方

と反対向き、到達位置のずれが生まれることが観察され

た。この結果には、個人差が大きく、被験者によっては

逆向きの結果を示すものがあったが、平均すると傾きの

量と、運動の補正の方向は逆向きである事が判った。 

 補正が行われた運動を解析すると、運動開始時の初期

の運動の開始方向は、チルトの角度や向きとの相関を示

さなかった。しかし、運動後期（上肢運動が終了する手

前0～200 ms までの区間）の運動方向ベクトルは、体

の傾きの大きさや、方向と相関して変化を示していた。 

 これらの事から、空間への運動は、運動初期には、そ

れまで学習・経験によって得られている運動パタンがあ

らわれるが、運動の最中に、その時々の重力場に対する

補正が行われているのではないかと推測された。 

 今後は空間がどの程度ひずんで認知されているかを確

かめるため、SVV（自己垂直認知）など、自己の自覚

する重力場の認知と関係を調べる予定をしている。 

 発表；Frontires に論文を掲載。知の拠点愛知・「眼

球運動を指標としたドライバー状態検知技術の実用化・

眼球運動の社会実装に関する公開シンポジウム」にて発

表。 
［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］空間認知、運動制御、重力場の認知、運

動の心理物理計測 

 

［研 究 題 目］嗅覚における注意の機能に関する心理学

的研究 

［研究代表者］綾部 早穂（筑波大学） 

［研究担当者］小早川 達（人間情報研究部門） 
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（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、嗅覚モダリティにおける「注意」の機能

や、嗅覚モダリティと他の感覚モダリティの間における

「注意」の配分について検討することを目的とする。 

平成29年度は、昨年度開発し、筑波大学に設置した

嗅覚刺激提示装置を用いて心理実験を実施するため、装

置のセットアップと実験プログラムの作成を行った。こ

の装置で二種類の嗅覚刺激（フェニルエチルアルコール

[PA]とイソ吉草酸[IVA]）を提示した。嗅覚刺激を切り

替えた際に（PEA から IVA への切り替え、もしくは

IVA から PEA への切り替え）、実験協力者の呼吸反応

に変化が生じるかについて検討した。実験協力者には、

嗅覚刺激に対する連続強度評定を課した。評定中の鼻孔

における気流の温度変化をサーミスタで計測することに

より、呼吸反応を取得した。1回の呼吸におけるサーミ

スタ出力の最大値に対応する時間（呼息運動の終了時点）

と最小値に対応する時間（吸息運動の終了時点）の差分

を吸入時間と定義した。その結果、吸入時間が大きく変

動した後に、嗅覚刺激に対する感覚強度が上昇する傾向

が観察された。 

次年度は、筑波大学に設置されている嗅覚刺激提示装

置を文京学院大学に移設する。筑波大学で実施した心理

実験について結果の再現性を検証するとともに、嗅覚刺

激に対する生理反応計測を行う。そのために、装置のセ

ットアップおよびメンテナンス、実験プログラムの作成

を行う予定である。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］嗅覚、ニオイ、注意、刺激提示装置、開

発 

 

［研 究 題 目］1次元超伝導ー絶縁体転移と自己双対量

子デバイスの研究 

［研究代表者］牧瀬 圭正（ナノエレクトロニクス研究

部門） 

［研究担当者］牧瀬 圭正（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 1次元（1D）超伝導ナノワイヤを作製し、微細構造と

電気輸送特性の解析・測定から量子コヒーレンス位相す

べりによる超伝導電流のブロッケード機構を解明する。

自己双対性の理論に対する実験的検証を行い、電流量子

化標準と超伝導量子ビットへの応用展開を目指す。量子

位相すべりの頻度は材料の物性やナノワイヤ形状効果に

依存する理論的予想はあるが、実験的研究は少ない。本

研究では材料の物性パラメータと欠陥密度を調整するこ

とによって一様・均質な乱雑さを有する薄膜の作製し、

1次元超伝導－絶縁体転移と量子位相すべり対する理解

を直流輸送特性の実験的研究を通して確立する。超伝導

ナノワイヤを仮想的な渦糸がトンネルすることによって

生じるコヒーレント量子位相すべりと電流量子化の検証

を行う。我々は均質な2次元窒化ニオブおよび窒化ニオ

ブチタン膜の基礎的実験を終え、広い面抵抗の範囲に及

ぶ薄膜の超伝導転移温度、キャリア数、電子の平均自由

行程に関する知見を得た。一連の薄膜試料はスパッター

条件を一定に保ち、膜厚のみを変化させた。実験は「ば

らつきの少ない、単調な振る舞い」を示し、本シリーズ

全体にわたり系統的な試料であることを示唆している。

超伝導抑制機構に関する理論は平均自由行程とバルクの

超伝導転移温度のみを含むが、実験と理論は良い一致を

示した。一定な平均自由行程で転移温度が再現できるこ

とは「薄膜のミクロな構造、超伝導特性は膜厚に依存し

ない」ことを意味し、本試料シリーズの「均一な乱雑さ」

を保証している。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］位相すべり、超伝導量子細線、超伝導ー

絶縁体転移 

 

［研 究 題 目］多バンド超伝導体において生成するトポ

ロジカルソリトンの観測 

［研究代表者］田中 康資（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］田中 康資（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

研究目的： 

 近年、多成分量子凝縮系に注目が集まっている。従来

の量子凝縮系では量子位相が一つしかないことに対し、

複数の量子位相がある多成分量子凝縮系では、特異なト

ポロジーが生じ、バラエティーに富んだ量子欠陥の発現

が期待できるからである。私たちは、2001年に多バン

ド超伝導において多成分量子凝縮系特有のトポロジーが

あることを初めて提示し、この分野をけん引してきた。

新規のトポロジーは、多成分量子凝縮系にとどまらず、

超弦理論や素粒子論といった、まったく異なる分野とも

関係が深く学際的な研究が進展している。また、量子コ

ンピューターへの展開も期待され、多バンド超伝導を使

った方法論は、米国特許としても成立している。そこで、

私たちは、多バンド超伝導において、これらのトポロジ

ーを自在に制御することを目標に、位相差ソリトンと呼

ばれるトポロジカルソリトンの観測を目指している。 

研究計画： 

 多バンド超伝導を使い、位相差ソリトン発生・検出の

基本的な手法の理論的検討を進め、実験的な実現方法を

開発する。多バンド超伝導としては、超伝導超薄膜2層

膜を使った疑似的な多バンド超伝導体も視野に入れる。 

進捗状況： 

 位相差ソリトンが作る位相スリップを、分数磁束量子

へ変換して測定するための基本的な実験スキームの検討

を進めた。位相差ソリトンのデバイスへの展開のために、

位相差ソリトンのダイナミクスを支配する基礎方程式を

確立した。基礎方程式に従い、シミュレーションプログ

ラムを完成し、位相差ソリトンによる量子分割ができる
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ことを確認した。この知見を元に、量子分割デバイスを

創案した。この原案をニオブの超薄二層膜を使った位相

差ソリトン検証デバイスへと具体化し、デバイスを設

計・製作した。製作したデバイスの性能評価を行った。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造   

［キーワード］位相差ソリトン、分数量子、多バンド型

多成分超伝導 

 

［研 究 題 目］盆地端部でのやや短周期パルス地震動の

増幅を考慮した地震危険度評価手法に

関する研究 

［研究代表者］松島 信一（京都大学） 

［研究担当者］吾妻 崇（活断層・火山研究部門）、 

関口 春子（京都大学）、 

川瀬 博（京都大学） 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、やや短周期パルスが生じ地盤構造による

干渉によって増幅されるような地域を洗い出し、詳細な

調査・解析を行うことでやや短周期パルスにより大被害

が生じる恐れのある地域における地震危険度評価を行う

手法を開発することを目的としている。この目的を果た

すため、本研究ではまず、既存の活断層情報と地盤構造

情報に基づき、M7クラスの地震が発生する可能性のあ

る活断層の近傍に深い地盤構造がある地域を洗い出し、

研究対象地域を絞り込む。絞り込んだ研究対象地域にお

いて、やや短周期パルスを発生させる震源モデルを構築

する方法を検討するとともに盆地端部における地震・微

動観測を行い、詳細な地盤構造モデルを構築する方法に

ついて検討する。次に、得られた震源モデルと地盤構造

モデルを用いてやや短周期パルスに着目をした強震動予

測を行うことで被害集中地域の有無を調べ、その地域の

地震危険度評価を行う。最後に、地震危険度評価結果に

基づき、地震荷重の割り増し係数などの必要性を判断す

る方法を開発する。2年目にあたる平成29年度には、前

年度に検討した研究手法に適した調査対象地域を選定す

るために、縁辺部に活断層が分布する国内の平野・盆地

のデータ収集を行った。さらに、いくつかの平野・盆地

については、沖積層基底の深さ、堆積盆基底の深さと岩

種、および活断層の断層変位のセンス（移動方向）と地

下における断層面の位置形状（傾斜方向と傾斜角度）に

関する情報を収集・整理した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］活断層、盆地端部、やや短周期パルス、

地震危険度評価 

 

［研 究 題 目］試験管内分子進化技術を用いて癌免疫療

法のための中分子創薬を行う研究 

［研究代表者］平家 勇司（聖路加国際大学） 

［研究担当者］五島 直樹、久保 泰（創薬分子プロフ

ァイリング研究センター）、多田 耕平

（聖路加国際大学） 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 近年、PD-1を始めとする免疫チェックポイント分子

をターゲットとした抗体医薬によるがん免疫療法が注目

を集めている（Ito, Tada, et al, BioMed Res Int, 2015）。

PD-1は T 細胞表面に発現される膜タンパク質で、腫瘍

細胞や抗原提示細胞に発現されるリガンド（PD-L1, 

PD-L2）が結合すると、T 細胞の増殖と活性化が抑制さ

れる。このように T 細胞表面に発現され、T 細胞に抑

制性のシグナルを伝達する分子を「免疫チェックポイン

ト分子」と呼ぶ。免疫チェックポイント分子には PD-1

の他に、CTLA-4、Tim-3、LAG-3など多数の分子が報

告されており、T 細胞の増殖と活性化を制御している。

そして、腫瘍細胞、もしくは腫瘍局所環境中の他の細胞

（免疫細胞や間質細胞）が免疫チェックポイント分子の

リガンドを発現すると、T 細胞の増殖と活性化が抑制さ

れ、免疫抑制環境が腫瘍組織内で構築されることになる。

このような腫瘍組織内の免疫抑制機構を打破し抗腫瘍免

疫を増強させることで、腫瘍の縮小や患者の生存期間の

延長が得られることが明らかになっている。最も開発が

進んでいるのは PD-1と PD-L1,2の相互作用を阻害する

抗 PD-1抗体、抗 PD-L1抗体である。悪性黒色腫、非小

細胞肺癌、腎細胞癌では抗 PD-1抗体の有効性と安全性

が第3相臨床試験で証明されている。さらに、卵巣癌、

胃癌、乳癌、ホジキンリンパ腫、膠芽腫、膀胱癌などで

も抗 PD-1抗体、もしくは抗 PD-L1抗体の有効性が強く

期待されている。抗 PD-1抗体、抗 PD-L1抗体によるが

ん免疫療法は、従来の抗がん剤や分子標的薬が無効であ

った患者に対しても有効性を発揮し、有効であった患者

ではその治療奏功期間も長い傾向にあり、さらに、副作

用の頻度や重症度は総じて軽く、画期的な治療法として

注目を集めている。 

 しかしながら、抗 PD-1抗体、抗 PD-L1抗体による治

療の問題点と限界も徐々に明らかになりつつある。抗

PD-1抗体の奏効率は、上述の癌種ではいずれにおいて

も20-30%程度であり、すべての患者に有効であるわけ

ではない。その原因の1つとして、腫瘍局所環境中の

PD-1のすべてに抗 PD-1抗体が結合しているわけでない

ことが挙げられている（Das, et al, J Immunol, 2015）。

従って、より PD-1に親和性が高く、腫瘍局所に集積し、

腫瘍局所で安定的な薬剤の開発が望まれる。また他の原

因として、PD-1/PD-L1以外の他の免疫チェックポイン

ト分子による免疫抑制が関与していることも挙げられて

いる。そのため、抗 PD-1抗体に、抗 CTLA-4抗体や抗

Ti-m-3抗体、抗 LAG-3抗体などを併用する臨床試験が

進行中である。また、抗 PD-1抗体の高額な薬剤費も問

題になりつつある。標準的な体重の日本人が抗 PD-1抗

体を1年間使用すると薬剤費だけで1500～1800万円が必



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(931) 

要になる。今後、抗 PD-1抗体と他の免疫チェックポイ

ント阻害抗体の併用が標準治療なると薬剤費はさらに膨

大になり、公的医療保険財政の破綻につながりかねない

ことが有識者の間では既に懸念され始めている。そのた

め、より効果的に、より安価に、PD-1を始めとする免

疫チェックポイント分子の機能を阻害できる物質が今後

求められることになると考えられる。 

 そこで本研究では3-finger protein library の試験管内

指向的進化（directed evolution in vitro）技術を用い、

programmed death-1 (PD-1)と PD-1 ligand (PD-L1, 2)

の相互作用を阻害する中分子特殊タンパク質を取得する。

さらに、取得されたリード化合物の分子プロファイリン

グを明らかにし、薬剤としての最適化を行う。これによ

り新たながん免疫療法のための創薬を目指す。 

 今年度は、既に保有する3-F library を用い磁気ビー

ズに固定した PD-1と特異的に結合する3-F protein を試

験管内進化により選択を繰り返し、候補ペプチドを数種

類にまで絞り込んだ。各セレクション過程で配列解析を

行ったところ、特定領域でのアミノ酸配列の収斂傾向が

確認された。これらの中で代表的な3つの配列について、

ペプチド化学合成および遺伝子組換えタンパク質発現に

よりペプチドの調製を進めている。また、各3-F タンパ

ク質について、1本指までダウンサイズしたペプチドも

化学合成により調製している。これらのタンパク質やペ

プチドが、実際に PD-1と PD-L1の結合を阻害する活性

を有するか否か、またヒトリンパ球を用いた in vitro 実

験系で機能を阻害する生理活性があるかを今後明らかに

する。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］分子進化、機能性ペプチド、人工抗体、

PD-1、がん、免疫治療 

 

［研 究 題 目］MAFFT 多重アラインメントプログラム

の大量配列データへの対応と機能拡張 

［研究代表者］加藤 和貴（大阪大学 免疫学フロンテ

ィア研究センター） 

［研究担当者］加藤 和貴、山田 和範、富井 健太郎 

（人工知能研究センター） 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 生体分子の配列解読技術の進歩に伴い、多重アライン

メントプログラムの大量配列データへの対応の重要性が

増してきている。MAFFT 多重アライメントプログラム

には巨大なアラインメントを構築するためのオプション

があり、それらの適性について評価を行った。本年度は、

累進法により巨大なアラインメントを構築するには、ど

のような案内木が適しているか、近年開発された新たな

ベンチマーク HomFam、ContTest および OXFam

（OXBench の拡張版）をを用いて検証を行った。従来

よく使われてきた案内木に比べてより簡単なランダムに

生成した鎖状案内木が最善であるか、計算量が多くより

厳密に推定した案内木がより良い結果を与えるのかを調

べた。その結果、より厳密な方法で計算された案内木を

用いた方が良いという、従来の考えを支持する結果が得

られた。また、他手法（Clustal Omega や UPP）も用

いて、反復改善法と累進法の組み合わせ、及び、厳密な

案内木と整合性スコアを使用するあまり近似しない累進

法を使用した場合、三つのベンチマークについて、鎖状

案内木を利用した累進法よりも一貫してベンチマークス

コアを上昇させることを明らかにした。こうした結果は、

累進法を用いて巨大なアラインメントを構築する場合、

鎖状案内木よりもより厳密に推定した案内木を利用する

ことが好ましいことを示唆している。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］大量配列データ、アラインメント、バイ

オインフォマティクス 

 

［研 究 題 目］シリンギルリグニン生合成を制御する転

写因子の網羅的探索と機能解析 

［研究代表者］鈴木 史朗（京都大学 生存圏研究所） 

［研究担当者］光田 展隆、坂本 真吾（生物プロセス

研究部門）（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 再生可能資源であるリグニンのシリンギル核比率の増

加は、産業利用上種々の利点がある。しかし、実用化に

向けた非遺伝子組換え植物の育種には、未だほぼ解明さ

れていないシリンギルリグニン生合成の発現制御機構に

ついて理解する必要がある。そこで本研究では、イネの

シリンギルリグニン生合成を制御する転写因子を、96

穴プレートとロボティクスを活用した改良型酵母ワンハ

イブリッドスクリーニング法によって網羅的に探索し、

機能解析を行うことによってシリンギルリグニン生合成

の発現制御機構の全体像を明らかにする。イネにおいて

リグニンのシリンギル核比率を左右する重要な酵素遺伝

子およびリグニン合成に関与する重要な酵素遺伝子のプ

ロモーター領域に結合するイネ転写因子を、改良型酵母

ワンハイブリッドスクリーニング法によってスクリーニ

ングした。その結果両方に共通する転写因子を一つ見出

すことができた。しかしもっと多くの転写制御因子が関

係している可能性もあることから、今年度はイネ酵母ワ

ンハイブリッドスクリーニング用のライブラリーの高感

度化を行いこれを完了した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］植物、リグニン、イネ、発現制御、遺伝

子、転写因子 

 

［研 究 題 目］IVR 医療スタッフの水晶体被ばく防護の

より良い最適化方法に関する研究 

［研究代表者］横山 須美（豊田保健衛生大学） 

［研究担当者］黒澤 忠弘（分析計測標準研究部門） 
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（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

ここ数年、国際的にも国内において、今後、わが国の

放射線安全規制や放射線管理・防護体系のあり方に大き

な影響を与える可能性のあるさまざまな動きがある。こ

れらの国内外の動きへの対応を検討するためには、まず

は、被ばくの実態を把握することが急務である。特に、

わが国は世界的にみても、医療診断や治療への放射線利

用頻度が高く、安全規制や放射線管理のあり方の検討へ

の影響が大きい。本研究では、国際放射線防護委員会が

2011年に新しい水晶体の等価線量限度を発表したこと

を踏まえ、特に、放射線業務従事者、中でも高線量を伴

う可能性のある IVR に携わる医療スタッフの被ばくに

着目、その実態を明らかにするために手技ごとの詳細な

被ばく線量測定やファントム（人体模型）を用いた実験

から、被ばく線量を高めている要因は何か、さらには、

医療従事者に受け入れてもらえる容易で実践可能な被ば

く低減策を提案する。H29年度は臨床現場における予備

的な医療スタッフの線量測定を開始した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］水晶体被ばく、IVR 

 

［研 究 題 目］分子モデリングおよびシミュレーション

を活用したインシリコ創薬支援 

［研究代表者］広川 貴次（創薬分子プロファイリング

研究センター）  

［研究担当者］本野 千恵、伊藤 祐子、福井 一彦

（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 急増するゲノム配列データとタンパク質立体構造解析

技術の発展により、構造生物学データを起点とした創薬

支援研究が本格的に促進されている。しかし、構造生物

学データの中には、特定の条件や環境に依存した構造情

報により、そのままのデータでは創薬へ適用が難しいも

のがある。分子モデリングや分子シミュレーションは、

このような問題を補完できる技術であり、構造生物デー

タと融合させることで、より高度な創薬支援研究が実現

可能となる。本提案では、創薬標的タンパク質を中心に、

ホモロジーモデリング、ドッキング計算（タンパク質-

タンパク質、タンパク質-低分子、タンパク質-核酸、核

酸-低分子）、分子動力学計算等の要素技術に基づいた分

子モデリングおよびシミュレーションを活用した実用性

の高いインシリコ創薬の支援研究と高度化研究を行い、

構造生物学データと創薬研究の橋渡しを目指す。 

支援研究では、申請者らが取り組んできた、インシリ

コスクリーニングに特化した GPCR モデリングツール

や創薬標的となるタンパク質-タンパク質、タンパク質-

低分子、タンパク質-核酸、核酸-低分子の分子モデリン

グ実績を活かし、さらに分子動力学計算および FMO 法

によるモデリング構造の高精密化を強化した支援研究を

遂行する。実施目標の例として、事業内外連携を通じて

GPCR 構造データと本提案による支援研究を融合させ

ることで、バイアスドリガンド等の高度な医薬品創出を

実現し、GPCR 創薬の活性化を目指す。高度化研究で

は、分子動力学計算を軸に、タンパク質の構造変化を考

慮した高精度なインシリコスクリーニング法の開発、タ

ンパク質-リガンド結合予測、タンパク質－RNA 複合体

モデリング法、ペプチドから低分子リガンドへの変換法、

ヒットからリードへの設計法の開発を目指す。分子動力

学計算により得られるアンサンブル構造とファルマコフ

ォアや相互作用プロファイルなどケモインフォマティク

ス要素を融合させ、新しい特徴抽出を獲得することが本

高度化研究における独創的な点となる。これらの分子認

識に構造変化を伴う標的タンパク質を対象としたインシ

リコ創薬技術が可能となることは、医薬品探索における

標的疾患の拡大につながり、製薬業界での波及効果が期

待できる。 

H29年度は、支援研究として、支援課題10件、コン

サルティング2件を実施した。支援課題をタンパク質-リ

ガンド相互作用の多様性とインシリコ戦略で分類（難易

度低→高）すると、”Lock and key model”レベル（3

件）、”Pre-existing equilibrium model”レベル（1件）、”

Induce-fit model ” レ ベ ル （ 2 件 ）、” Cryptic-site 

binding model ”レベル（ 1 件）、” Protein-protein 

interaction”レベル（3件）となり、様々なレベルの支

援研究を実施した。代表的な支援成果の一つとして、肺

腺癌治療を目的としたタンパク質⁻タンパク質阻害剤の

探索が挙げられる。本支援では、標的タンパク質である

SFN と SKP1との結合部位をタンパク質⁻タンパク質ド

ッキングで予測し、SFN タンパク質内の SKP1結合部

位周辺に存在するドラッガブルポケットをインシリコシ

ミュレーションにより予測した。さらに、その部位に特

異的に結合し、SKP1と競合する医薬品候補となりうる

小分子化合物を、既存薬データベースからインシリコス

クリーニングし、候補化合物の同定に成功した。様々な

要素技術を活用する本提案の特徴が生かされた成果とい

える。また、高度化研究では、タンパク質とリガンドの

パスウェイを Metadynamics で推定し、推定パスウェ

イ情報を利用する“レジデンスに基づくインシリコスク

リーニング”を考案した。この高度化研究では、GPCR

ファミリーである EP4受容体とアンタゴニスト結合の

結合を例に、受容体に結合するまでのアンタゴニストの

経路を探索した結果、最初の段階での膜への介入が重要

であることが示唆された。よって、インシリコスクリー

ニングでは、ドッキング計算のみではなく、膜への親和

性や膜内での分子運動の性質をインシリコスクリーニン

グに取り入れたシステムを構築し、現在、新規化合物の

購入と評価を行っている。本年度の誌上発表としては、

PDIS の継続課題を含め、7報であった。 

［領 域 名］生命工学 
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［キーワード］分子モデリング、創薬支援、バイオイン

フォマティクス、ケモインフォマティク

ス 

 

［研 究 題 目］タンパク質の立体構造及び相互作用推定

のための構造インフォマティクス技術の

開発 

［研究代表者］富井 健太郎（人工知能研究センター） 

［研究担当者］富井 健太郎、今井 賢一郎（創薬分子

プロファイリング研究センター）、 

深沢 嘉紀、林 庚澤、小田 俊之、 

中村 司、山田 和範、加藤 和貴 

（常勤職員2名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

 事業の選定課題に対し支援やコンサルタントなどを行

うとともに、高度化研究を実施した。感染症対策に向け

た、感染症の原因となる原虫の細胞内輸送因子の機能解

析に関する支援では、バイオインフォマティクス技術に

よるドメイン推定などを行った。新規 IgGFc 融合タン

パク質の開発に関する支援では、ヒンジ領域の有無によ

る違いを立体構造モデルから明らかにした。セスキテル

ペン合成系の生産性向上に向け、合成酵素の可溶性予測

や立体構造予測などを行った。リン酸化依存的な蛋白質

複合体形成機構の探索では、二次構造や天然変性領域の

予測を組み合わせた候補部位の抽出を行った。セラミド

結合タンパク質に関する解析では、結合部位の同定に向

け、バイオインフォマティクス技術によるドメイン推定

の結果に基づきドメイン別のアッセイに向けコンストラ

クト構築を行った。これら以外にも依頼に応じて、バイ

オインフォマティクス技術を用いた支援及びコンサルタ

ントを行った。高度化研究では、タンパク質の立体構造

予測や相互作用（部位）予測要素技術の改良を行った。

それらを利用して、タンパク質立体構造及び複合体構造

の国際的な予測実験 CASP/CAPRI に参加し、複合体構

造予測部門において第一位の成績をおさめた。また、結

晶パッキングの統計解析に基づくタンパク質結晶改善に

向けた新規手法を理化学研究所と共同で開発した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］タンパク質、創薬支援、バイオインフォ

マティクス 

 

［研 究 題 目］光ネットワーク超低エネルギー化技術拠

点 

［研究代表者］中鉢 良治（理事長） 

［研究担当者］中鉢 良治、並木 周、高野 了成、 

河島 整、鍬塚 治彦 

（常勤職員30名、他14名） 

［研 究 内 容］ 

 映像情報を中心としてネットワークトラフィックが増

大しており、対応してネットワーク機器の消費電力が急

激に増大している。ネットワークを活用した効率的な社

会インフラを構築するには、低消費エネルギーで大量の

情報を処理することのできる新しいネットワーク技術が

必要となる。この新しいネットワーク技術として、光ス

イッチを用いた回線交換型の光パスネットワーク技術を

開発する拠点を協働企業10社とともに形成している。

この拠点では、デバイス、システム化技術からアプリケ

ーションとのインターフェースまでをカバーする垂直融

合の技術開発を進めている。本年度は、プロジェクト最

終年度であり、主に、以下の四つの技術に関して総仕上

げを行った。第一はネットワークアプリケーションイン

ターフェース技術で、国際標準に基づく資源管理システ

ムやツールの改良、汎用化資源管理経路探索アルゴリズ

ムの開発を行い、拠点活動で構築したテストベッドに実

装した。第二はダイナミックノード技術で、テストベッ

ドを半恒久的に運用できるように、トポロジーの整備お

よび資源管理技術の汎用性向上を行った。第三はパスコ

ンディショニング技術で、前年度までに開発した標準ラ

ック準拠のブレード型波長変換器の、中心波長が変動し

ても出力ポンプ光パワーに影響の出ない安定動作を実現

し、国内展示会 CEATEC で展示した。第四は光パスプ

ロセッサで、光増幅器集積型4x4、8x8、32x32シリコ

ンフォトニクススイッチを、それぞれ、実システムで使

用可能なレベルにまで高めるなどして、その結果3件を

主要国際会議 OFC2018のポストデッドラインペーパー

に投稿したところ、すべて採択され世界トップの業績を

上げた。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］光パス、省エネルギー、ネットワーク、

シリコンフォトニクス、光スイッチ、波

長変換 

 

［研 究 題 目］科学技術人材育成のコンソーシアムの構

築事業（未来価値創造実践人材育成コン

ソーシアム） 

［研究代表者］中鉢 良治 

［研究担当者］近江谷 克裕、中村 史、山岸 彩奈 

（常勤職員18名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 東京農工大学、国際基督教大学、早稲田大学、産業技

術総合研究所の3大学１機関でコンソーシアムを構成し、

Biological Materials Science 分野を中心とした豊かで

持続的な生活を実現するイノベーションを真に牽引でき

る次世代研究者を、コンソーシアム構成機関間を流動さ

せることにより、「未来価値創造実践人材」として育成

する。育成人材は、PI として新たな時代を拓く先端研

究に邁進すると共に、独創的な研究成果や革新的な技術

開発をもとに、従来の価値観を越えた新事業を国際展開

するためにチーム形成、組織間連携、交渉によって目標

を完遂することができる実践力を発揮し、学術界のみな
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らず国内外の産業界、実社会でも主導的な役割を果たせ

る人材となる。

平成29年度は、PI 人材は代表者で申請した科研費若

手 B と、分担者で申請した科研費基盤 B がともに採択

となり、これらの研究を開始した。また、ワイルコーネ

ル医科大学への海外派遣を実施した。派遣先での実施課

題は科研費若手 B の研究課題に関係するナノケージの

作製と応用であり、技術を習得した。産総研の若手任期

付テニュトラック研究員として平成30年1月1日付けで

採用されることが決定した。イノベーション創出人材で

は、産総研をインターンシップ先として早稲田大学から

1名のインターンシップを実施した。 

［領 域 名］生命工学

［キーワード］細胞工学、ナノバイオテクノロジー、バ

イオセンシング

［研 究 題 目］卓越研究員事業 

［研究代表者］髙田 英昭（バイオメディカル研究部門）

［研究担当者］髙田 英昭（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］  

 本研究では、核内クロマチン構造変換メカニズムの解

明を目指し、クロマチン構造変換因子を同定するととも

に、生きた細胞内で特定の DNA 配列の動きを可視化す

ることを目的としている。生細胞における遺伝子動態イ

メージングを行うため、RNA ならびに蛍光標識 RNA

結合タンパク質発現ベクターを構築し、ヌクレアーゼ活

性を欠損した Cas9 タンパク質（dCas9）と共にヒト培

養細胞（HeLa 細胞）に導入した。これにより、テロメ

アやセントロメアといった、ヒトゲノム中に存在する代

表的なリピート配列の DNA を生きた細胞内で検出する

ことに成功した。現在は、ベクターの導入が容易ながん

細胞を用いて可視化を行う遺伝子の検討を進めており、

決定次第正常細胞への導入も試みる予定である。また、

複数の標的配列を区別して検出するために、複数種の蛍

光標識 RNA 結合タンパク質と RNA モチーフを組み合

わせることを試みている。遺伝子の動きを制御する因子

として、2価陽イオンやタンパク質のリン酸化に着目し

た研究も行っており、カルシウムイオンやリン酸化が細

胞分裂時の遺伝子の動きに必要であることを示した。こ

のように、カルシウムイオンやタンパク質のリン酸化が

クロマチン構造変換に関わるデータが得られてきており、

遺伝子動態イメージングと組み合わせることで、その構

造変換メカニズム解明につながると期待できる。

［領 域 名］生命工学

［キーワード］染色体、クロマチン、CRISPR イメー 

ジング

［研 究 題 目］高発現表層タンパク質を標的とした低コ

スト迅速分析を可能とする微生物検査の

革新 

［研究代表者］上垣 浩一（バイオメディカル研究部門）

［研究担当者］上垣 浩一、中村 努、星野 英人

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

食品流通現場での食品の安全性の検査については現状

では結果までに2～3日を要する。しかし現場では、食

品が市場に流通するまでに安全性を迅速・簡便に確認で

きる手法が要求されている。そのため本計画では、多種

微生物を一括に検出できる高性能抗体を利用した微生物

検出と、ISFET 半導体技術を掛け合わせることで、食

品中の汚染微生物の有無を0.5日以内に迅速・低コスト

で測定する技術を開発し、食品流通の安全性を担保する

ものである。「高感度で迅速な微生物分析を実現可能に

する試薬開発」の中の「ISFET 計測用の抗体標識用酵

素の開発」を実施するため、本年度は候補酵素として選

定したデアセチラーゼの反応を ISFET 計測により検出

した。ISFET は pH 変化に敏感に反応する。用いたデ

アセチラーゼは N-アセチル基を加水分解するため、反

応にともなってアミノ基（グルコサミン）とカルボキシ

ル基（酢酸）が出現する。そのため pH 変化としては相

殺する二つの生成物ができるのであるが、結果として

pH は下がり、ISFET 計測により酵素反応を検出するこ

とができた。測定は空気中の二酸化炭素の影響を受けや

すいため、1 mM 程度の緩衝液を加えること、pH 8以

下で測定すること、がデータの安定性のために有効であ

ることを明らかにした。

［領 域 名］生命工学

［キーワード］デアセチラーゼ、ISFET 計測、pH 変化 

［研 究 題 目］生きた細胞内へ導入可能な細胞膜透過性

VHH 型タグ抗体の開発・実用化 

［研究代表者］新木 和孝（創薬分子プロファイリング

研究センター）

［研究担当者］新木 和孝（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］

 人工的に生産されるタンパク質はタグ（荷札）と呼ば

れる短い付加配列で管理されている。このタグを認識す

る抗体がタグ抗体で、バイオ系の研究に不可欠なツール

となっている。このタグ抗体を、次世代抗体として注目

されている、ヒト IgG の10分の1のサイズ、熱的安定性

を特徴とする小型 VHH 抗体で置き換えることを目的と

している。さらに従来のタグ抗体では実現できなかった、

細胞膜透過性能を付与することで、細胞内タンパク質を

も可視化できる、安定かつ低コストな VHH 型タグ抗体

開発を目指している。本年度は、VHH 抗体の大量生産

法の開発を進めた。タンパク質大量生産法として代表的

な、大腸菌をもちいた遺伝子工学的発現による方法では、

生体や細胞にとって毒性をもつエンドトキシンが大量に

含まれてしまう。そのため、酵母や培養細胞系を用いた

ヒト細胞等に毒性を持たない発現系の検討をすすめた。
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同時に、次年度以降のスクリーニング実験系を考慮に入

れ、無細胞合成系での多種類少量発現系の検討も進め、

スクリーニング実験検討に適応可能な発現系の構築を終

えた。これらの発現タンパク質が、HEK293培養細胞に

対して毒性をもたないことも確認している。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］VHH、質量分析、無細胞合成系 

 

［研 究 題 目］微細パターンの基板に対応した真空差圧

式レジスト剥離、エッチング装置の開発 

［研究代表者］安藤 淳（ナノエレクトロニクス研究部

門） 

［研究担当者］安藤 淳、グェン タット トルン 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、小口径半導体ウェーハの微細加工におい

て、製品の高機能化・精密化、品質の安定性を大きく左

右するレジスト剥離、バックエッチング、洗浄・乾燥工

程に関して、真空差圧を利用し減圧下で処理液及び窒素

ガスの高速流を作り、加工処理の高度化を同一装置で実

施できる技術の開発を、よこはまティーエルオー株式会

社、ミクロ技研株式会社、国立大学法人横浜国立大学と

共同して進めている。 

 最終年度に当たる平成29年度は、開発装置および各

プロセス工程等の最適化を支援するための「微細深溝

（幅1 um、深さ20 um（アスペクト比=20：1））パター

ン付ウエハ」および「微細深穴（直径1 um、深さ20 

um（アスペクト比=20：1））パターン付ウエハ」の作

製を引き続き実施するとともに、「剥離プロセスの試作

装置での検証」として、各プロセス工程が実施された

「微細深溝パターン付ウエハ」および「微細深穴パター

ン付ウエハ」のパーティクル残渣評価を走査電子顕微鏡

や原子間力顕微鏡を用いて実施することによる試作装置

における開発目標の達成率評価を実施し、試作装置は、

減圧下におけるレジスト剥離、バックエッチング、洗

浄・乾燥処理後の目標品質を達成していることを確認し

た。さらには、平成28年度中間ヒアリング評価におけ

る評価者コメントへの対応として、ミクロ技研株式会社

等と共同で開発中成果を技術展示会へ出展し、想定ユー

ザー等からのニーズ収集の取り組みを実施した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］レジスト剥離、バックエッチング、高ア

スペクト比微細パターン、高精密加工プ

ロセス評価手法 

 

［研 究 題 目］電解レーザ微細複合加工技術の実用化に

よる微細医療器具の開発 

［研究代表者］栗田 恒雄（製造技術研究部門） 

［研究担当者］栗田 恒雄、徳永 仁史、小倉 一朗、 

芦田 極、古川 慈之（常勤職員5名） 

［研究内容］ 

 低侵襲で患者負担の少ないカテーテル治療や内視鏡治

療は、その適用領域が拡張されている。カテーテル治療

ではステント等の末梢系や微細器官への適用が図られ、

内視鏡治療では適用可能な治療範囲の拡大が要望される

等、微細かつ機能的な器具の開発が要望されている。

DEEL 複合加工の実用化に依り、微細医療機器の加工

を実現し医療機器を創出する｡ 

 産 総 研 の シ ー ズ 技 術 で あ る DEEL （ Deep 

Electrochemical Etching with Laser assistance）は溶

融再凝固物がほとんど発生しない新しい加工技術である｡

初めに、電解加工により加工物表面に不働態皮膜を形成

する。次に、レーザ加工により不働態皮膜の加工領域を

除去する。再び電解加工を施すことにより加工領域のみ

で除去及び不働態皮膜の再形成が行われる。その後、再

び形成された不働態皮膜を除去する。この工程を繰り返

すことによって加工が進行する。この加工方法は10 m

の形状を創成出来、材料の主たる除去原理を電解加工と

することで、レーザ加工時の溶融再凝固物発生量の削減

と、溶融再凝固物の電気化学的溶出を同時に行い、加工

後の溶融再凝固物をほとんど発生させないことが可能な

複合加工技術である。 

 今年度は、昨年度製作したレーザ加工、電解加工工程

を自動で切り替え可能な実験装置を用いて、想定した医

療デバイス加工に必要な性能を満たすことができる実験

条件を探索した。ステントなどの加工を想定した際に必

要な溝幅、表面粗さが販売価格などを考慮した実用的な

加工時間以下で加工可能である事を確認した｡ 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］複合加工、レーザ加工、電解加工、カテ

ーテル、ステント、医療デバイス 

 

［研 究 題 目］表面プラズモン共鳴励起蛍光測定による

微細流路型バクテリア検出装置の開発 

［研究代表者］藤巻 真（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］藤巻 真、芦葉 裕樹、安浦 雅人、 

島 隆之、田口 由利子 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 バクテリア検査は安全な飲料水を確保する上で重要で

あり、そのニーズは様々な分野で急増している。水関連

システムメーカーや水検査会社からは、取水場や浄水場

で、簡単、迅速にバクテリア検査ができる装置が強く望

まれている。 

 水質検査において最も一般的なバクテリア検出方法は

培養法であるが、培養には1日以上の時間が必要で、か

つ検査は専門知識を有するオペレータが行うため、人的

コストも高い。このように従来技術では、現状のニーズ

に応えることは困難である。 

 本プロジェクトの目標は、培養工程を必要とせず迅速
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に結果が出る高感度な小型装置、低コストな使い捨てチ

ップ、専門的な操作技能を必要としない簡単な前処理用

の検査試薬キット、誰でも使える簡単操作を実現するソ

フトウェアの実現である。 

 我々が開発した装置では、アルミニウムによる表面プ

ラズモン共鳴励起蛍光法を用い、蛍光染色されたバクテ

リアからの発光信号を増幅して、バクテリアを検知する。

本研究により、実環境試料で菌濃度1×103個/ml の検出

を光照射時間2秒で実施することに成功した。チップ開

発では、チップのハンドリング性の向上に取り組み、ベ

ースとなるチップと壁材となるチップを圧入して組み合

わせることで、容易にチップを準備できる構造を実現し

た。検査の前処理としては、100 µL の検体をチップ上

の液セルに入れた場合において、チップ表面への乾燥固

着15～17分、その後の検査試薬キットによる染色2分の

合計19分以内での処理方法を確立した。装置サイズ

131(W)×151(D)×193(H)、重さ2.8 kg の装置試作にも

成功し、ハンドキャリー可能な小型装置を実現した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造   

［キーワード］水質検査装置、飲料水、環境水、簡易検

査装置、迅速検出 

 

［研 究 題 目］回転軸の軸ガタ検出機能を付加した自己

校正型ロータリエンコーダの開発    

［研究代表者］渡部 司（工学計測標準研究部門） 
［研究担当者］渡部 司（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 工作機械は、5軸加工機や複合加工機といった多軸化

による高い自由度を備えることにより、より複雑な形状

の加工を実現してきた。近年、非球面レンズなどの小型

自由曲面形状から、航空機部品や自動車部品、金型など

の大型で複雑な特殊曲面形状の加工に対して、川下製造

業者からの「更なる加工精度の高精度化・高緻密加工の

可能性への要求」と、「複雑化した工作機械の故障予知

とメンテナンス作業の効率化への要求」が急速に高まっ

てきている。 

 本研究では、角度誤差検出と軸ガタ検出機能を持ち合

わせるインテリジェントな「軸ガタを検出する機能を付

加した高精度な歯車型磁気式ロータリエンコーダ」を実

用化することにより、過酷環境下で利用される工作機械

のモータ主軸の角度制御の高精度化と継続的な故障予知

による寿命管理技術に資する研究開発を行っている。 

 歯車型磁気式ロータリエンコーダに自己校正原理を適

用した角度高精度化技術の評価実験を実施しながら、歯

車モジュール M0.4（歯数256）と3個の磁気抵抗センサ

を用いた歯車型磁気式ロータリエンコーダを試作した。

試作したエンコーダを評価したところ、出力された角度

信号が±10秒を上回る角度精度を持つことと、さらに

角度信号の解析処理により回転軸が発生する軸ガタを

10 µm より小さい感度で検出できることを確認した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 
［キーワード］角度、軸ガタ、ロータリエンコーダ、自

己校正法 

 

［研 究 題 目］サイレントチェンジ対策／スクリーニン

グ分析用質量分析装置・技術の開発研究 

［研究代表者］津越 敬寿（物質計測標準研究部門） 

［研究担当者］津越 敬寿（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 工業材料分析として、従来、技術的に欠落していた有

機化合物の一次評価技術・装置を開発する。経済のグロ

ーバル化の進展に伴い、輸入原材料・製品の含有成分や

組成が知らないうちに変わること（サイレントチェンジ）

による発火事故等のトラブル事例が増加している。本技

術開発により、迅速・簡便且つ低コストに工業材料等の

品質チェックを効果的に行うことが出来るため、企業の

CSR 対策や安心・安全な製品作りに資する技術開発と

なる。H29年度の課題として、光イオン化では測定困難

となる対象成分への適用を念頭に、イオン付着イオン化

の併用を試みた。特許出願済の減圧中気化抑制法

（Suppressing Evaporation Technique：SET）も活用

し、特に低沸点および中沸点のフタル酸エステル類の定

量的評価が可能となった。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］サイレントチェンジ、品質管理、スクリ

ーニング、材料評価、質量分析、フラグ

メントレスイオン化、ソフトイオン化、

ダイレクトインレットプローブ 

 

［研 究 題 目］マスクレス超低損傷加工を実現するミニ

マル・バイオテンプレート形成装置とミ

ニマル中性粒子ビームエッチング装置の

開発 

［研究代表者］遠藤 和彦（ナノエレクトロニクス研究

部門） 

［研究担当者］遠藤 和彦、原 史朗、 

クンプアンソマワン、寒川 誠二、 

野田 周一（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 近年、環境発電が大きな市場になりつつある。これま

でシリコンで培った微細加工技術を用いて、ナノサイズ

量子ドットを用いた太陽電池や熱電変換素子等を安価に

高精度に製造することができれば、環境電源として高効

率の発電が可能となる。しかしながら、微細パターンの

形成に用いられる、レジストマスクを用いたフォトリソ

グラフィー法では、近年の加工寸法の微細化に伴い、照

射する光の波長の短波長化が進み、ArF 等エキシマレ

ーザや、EUV 光を必要として、高価な装置を導入が必

須となる。従ってこれらの高価なリソグラフィー装置に

頼ることなく、量子ドット等の微細パターンを形成する
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ことのできる新たな手法の開発が望まれている。 

 一方、レジストマスクを形成した後は、プラズマエッ

チングにより微細加工が行われる。このプラズマエッチ

ングには、従来から反応性プラズマが用いられているが、

プラズマ中の荷電粒子や紫外光が素子にダメージを与え

る。 

 本研究開発では、低コスト・マスクレスでナノ構造が

形成できるミニマル・バイオテンプレート形成装置を開

発する。また、無欠陥加工を可能とし、ナノ構造素子や

CMOS 回路のさらなる微細化・高性能化に必須となる、

ミニマル中性粒子ビーム加工装置を開発する。両技術と

もに高精細なプロセスのため、ミニマルプロセスと極め

て親和性が非常に高く、低コスト及び高効率で、デバイ

スに搭載可能な実用レベルのナノ構造体を形成すること

が現実化する。 

 本年度はミニマル規格のスピンコーターを用いてバイ

オテンプレートの塗布実験を進め、所望の塗布特性を確

認するとともに、プラズマエッチャーを用いて中性粒子

ビームの生成実験を進め、塩素中性ビームによるエッチ

ング特性を確認するなどの開発を進めている。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］ミニマルファブ、中性粒子、バイオテン

プレート 

 

［研 究 題 目］ナノパーティクルデポジション法で形成

する微細金コーンバンプを使った微細ピ

ッチ低温バンプ接合技術の実用化研究開

発 

［研究代表者］青柳 昌宏（ナノエレクトロニクス研究

部門） 

［研究担当者］青柳 昌宏、菊地 克弥、入沢 寿史、 

渡辺 直也、馮 ウェイ（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、センサ領域が広く、高速画像処理が可能

という特長を有する3次元積層型イメージセンサを実現

するため、低温・低荷重、微細ピッチでデバイスと回路

基板のバンプ接続を可能とする微細金コーンバンプを用

いた微細ピッチ低温バンプ接合技術の開発を東北マイク

ロテック株式会社と共同して進めている。平成29年度

は、ナノパーティクルデポジション（NPD）法で微細

な金コーンバンプを形成する際の量産課題の検討を行っ

た。NPD 法で金ナノ粒子を長時間堆積する際に、デバ

イス基板の温度上昇によりバンプ形成用レジストパター

ン形状の劣化が問題となっており、耐熱性の高いフォト

レジストを用いて、i 線ステッパー露光装置によるバン

プ用レジストパターン露光現像条件の基礎データを取得

した。また、配列パターンを用いた場合に配列の周辺部

に限定してバンプ形状の劣化が観察されるため、NPD

法による金ナノ粒子堆積プロセスにおける堆積中の温度

上昇について、デバイス基板に熱電対を取り付けて、基

板温度の変化に関する基礎データを取得した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］バンプ接合、微細ピッチ、3次元積層、

ナノパーティクル、イメージセンサ 

 

［研 究 題 目］骨格構造に最適な大腿骨骨折治療用 

BHA 人工股関節システムの開発および

実用化 

［研究代表者］岡崎 義光（健康工学研究部門） 

［研究担当者］岡崎 義光、有田 千成子 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本事業は、輸入依存度の減少および国内企業の新規参

入を目指して、日本人（東洋人）の骨格構造に最適で、

耐久性等の信頼性の高い骨折治療用 BHA 人工股関節を

開発し、早期に実用化することを目的として実施するも

のである。 

 このうち、今年度については、高生体適合性チタン合

金ビレット（105 mm 角）を用いて、丸棒全体が均質な

金属組織となるような丸棒圧延条件（加熱温度、圧延開

始温度および表面割れの有無等）を検討した。また、最

適条件で丸棒圧延した合金丸棒を用いて、ステム形状に

高温型鍛造成形する条件を確立した。具体的には、ステ

ム小で顕著に生成するホワイトバンドの影響を少なくす

るため、型鍛造試験に投入する試験片の形状を円筒形状

から最適な紡錘形状にするためのスエージング技術を開

発した。さらに、BHA 人工股関節の一次型成型、加工、

研磨技術の確立およびブラスト処理技術の確立と既承認

品同等性評価に関しては、技術支援を行った。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］整形外科、インプラント、高生体適合性、

性能評価 

 

［研 究 題 目］航空機用繊維強化樹脂材料の高効率曲面

仕上げを可能とするフレキシブルメタル

シートの実用化開発 

［研究代表者］吉田 勝（機能化学研究部門） 

［研究担当者］吉田 勝、松澤 洋子、神徳 啓邦 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 航空機製造業界では、軽量化による燃料節約や高機能

化を目指し、CFRP・アラミド繊維強化樹脂等の繊維強

化樹脂部材が大量に用いられている。これら繊維強化樹

脂部材はむき出しで使用されるため、なめらかな表面に

仕上げる必要があるが、その仕上げ現場では、切断面、

締結用リベットを挿入する穴加工表面のエッジ部の仕上

げ、繊維強化樹脂同士や、補強用として取り付けるリブ

を接合した際の接合面にはみ出した接着剤の除去に苦慮

している実態がある。さらに、当該業界では研磨対象物

が大きく自由曲面形状のため、金属ヤスリは適さず、紙
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やすりを用いた手作業によって仕上げられており、複合

樹脂材中の炭素繊維の方向性による研磨精度の低下や、

やすりの目詰まりによる切削性の低下は現場作業の著し

い低下を招いている。このような状況を鑑み、切削能

力・耐久性が高く、目詰まりのない高機能性を有し、自

由曲面にフレキシブルに沿って切削・研磨可能なフレキ

シブルメタルシートを開発・事業化することを目指して

いる。我々は上記技術課題の解決に向けて、フレキシブ

ルメタルシートへの砥粒の強固な付着を実現する高機能

CNT 複合めっき技術の高度化に取り組んでいる。本年

度は42種類の分散剤候補の中から13種類が適用可能な

ことを見出し、従来よりも６倍高濃度分散、大量調製法

等が可能であることを見出した。 

［領 域 名］材料・化学   

［キーワード］ナノチューブ、やすり、めっき、繊維強

化樹脂、 

 

［研 究 題 目］焼結による高均熱、高熱輸送平面ヒート

パイプの開発      

［研究代表者］吉田 学（フレキシブルエレクトロニク

ス研究センター） 

［研究担当者］吉田 学、小笹 健仁（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 近年、社会の IoT 化が進み、データーサーバー等に

おける放熱や温度均一性の確保など、熱に関する要求は

高まっている。従来手法のヒートパイプを利用する場合、

扁平加工により熱輸送量が低下し、二次元的な面の温度

分布を均一にすることは困難であった。本研究では、二

次元的に高い熱輸送能力を持つベーパーチャンバーにつ

いて、金属粉体を利用した手法をさらに高度化させ、性

能の向上を図ることで、川下製造業者が求める高均熱、

高熱輸送能力を実現する。 

 平成29年度は、ヒートパイプ内の3次元構造を銅ペー

ストをスクリーン印刷することにより形成する手法を考

案すると共に、スクリーン印刷して得られた銅ペースト

パターンを参加させることなく低温で焼結させる手法を

考案した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］ヒートパイプ・排熱・スーパーコンピュ

ータ 

 

［研 究 題 目］銅ナノ粒子ペーストを用いた大型ガラス

基板への高精度スクリーン印刷と多面

取り加工技術による低コスト次世代パ

ワー半導体用実装基板の製造技術開発    

［研究代表者］徳久 英雄（フレキシブルエレクトロニ

クス研究センター） 

［研究担当者］徳久 英雄（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 保護膜を含まないシングルナノオーダーサイズの銅ナ

ノ粒子の特性を活かし、スクリーン印刷可能なパワー半

導体用配線のための銅ナノペーストの開発を目的として

いる。今年度は、その中で市販マイクロ銅粒子ペースト

と銅ナノ粒子混合系について検討を行った。その結果、

銅ナノ粒子をある混合比で市販銅ペーストに添加するこ

とにより、市販銅ペースト単体よりも比抵抗が約10 %

低下することが分かった。銅配線パターンの断面観察を

行うと銅ナノ粒子自体は数十m オーダーの凝集体を形

成していることが確認されたが、ナノ粒子を混合するこ

とで全体的に金属充填率が高まっていることが分かった。

今後、ナノ粒子の凝集体を粉砕し、小片化することで、

さらに充填率が高まり、ひいてはより低抵抗化すること

が期待される。さらに、印刷/熱処理後の銅配線パター

ンに銅電解めっき処理を行った。その結果、市販の樹脂

銅ペーストのみと比較し混合系では最表面の銅粒子の密

度が高いため、密着性が高いめっき層が効率よく形成さ

れ、抵抗は0.17 mΩ/□以下まで低下することが分かっ

た。今後は、更なる低抵抗化を目指してマイクロ銅粒子

の混合系だけでなく、ナノ粒子のみを含む銅ペーストの

開発も行う予定である。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］銅、ナノ粒子、スクリーン印刷 

 

［研 究 題 目］金属蒸気触媒 CVD 技術を用いたミニマ

ルファブ用絶縁基板上グラフェン直接合

成装置の開発 

［研究代表者］村上 勝久（ナノエレクトロニクス研究

部門） 

［研究担当者］村上 勝久、長尾 昌善 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、絶縁基板上へのグラフェン合成を可能とす

る金属蒸気を触媒に用いた Chemical Vapor Deposition 

（CVD）手法による絶縁基板上へのグラフェン直接合

成技術と、半導体製造装置の小型化と高性能化、多品種

少量生産に対応した低コスト化を可能にする革新的生産

システムであるミニマルファブ生産システムを融合した、

ミニマルグラフェン合成装置を開発することを目的とし

ている。このうち今年度は実施計画に基づき、金属蒸気

供給システムの低温化を実施した。 

 金属蒸気触媒供給温度の300度以下への低温化を目的

として①金属錯体原料の昇華による金属蒸気触媒の生成

と、②触媒金属のプラズマスパッタによる金属蒸気の生

成の2つの方式を実施した。①金属錯体原料の昇華によ

る金属触媒蒸気の生成においては、リボンヒーターと温

調機により銅アセチルアセトナートを110～120度に加

熱することで、グラフェンの触媒となる銅蒸気とグラフ

ェンの原料となる炭化水素ガスを生成可能であることを

明らかにした。この時の消費電力は最大68 W と従来の

1,050度加熱の5.3 kW から大幅の省エネルギー化を達成
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した。更に、金属錯体原料から昇華した材料のみでグラ

フェンが合成できることを見出し、メタンガス等の可燃

性ガスを使用すること無くグラフェンが合成可能である

ことを実証した。②プラズマによる金属触媒蒸気の生成

においては、Ar ガスを用いた DC プラズマによりプラ

ズマ電極をスパッタすることで、室温で約3 W の投入

電力により金属蒸気の生成が可能であることを明らかに

した。更に、プラズマによりグラフェンの原料であるメ

タンガスの分解も同時に行うことにより、400度の低温

でグラフェンが合成可能であることを見出した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］グラフェン、化学気相成長、ミニマルフ

ァブ 

 

［研 究 題 目］Steel Heater 性能向上のための新規絶縁

層形成技術の開発 

［研究代表者］青柳 倫太郎（先進コーティング技術研

究センター） 

［研究担当者］青柳 倫太郎、明渡 純、津田 弘樹 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では Steel Heater 性能向上のため、エアロゾ

ルデポジション（AD）法による絶縁層形成技術の開発

を行っている。Steel Heater は金属基板上に絶縁を目

的としたガラス層を積層し、その上にヒーター回路が形

成されたものである。一般的なヒーターと比較して温度

変化のレスポンスが速いといった特徴を生かし、オフィ

ス用カラープリンター・コピー機の定着ヒーターを中心

とし装置用加熱源として使用されている。ヒーター性能

向上のためには、温度変化に対するレスポンス向上が求

められるが、そのためには全体の厚みを薄くし、熱容量

の小さな材料に置き換えることが有効である。本研究で

は Steel Heater で使用している絶縁用ガラスの一部を

AD 法により形成した薄いアルミナ絶縁膜に置換するこ

とで、ヒーターの加熱・冷却レスポンスの向上を図るこ

とを試みている。 

 当該年度は絶縁用ガラスと AD 法で作製したアルミナ

膜の積層構造による絶縁層形成技術の確立に取り組んだ。

AD 法によりステンレス基板上に作製したアルミナ膜は

厚み5 m であり、緻密で基板上に強固に密着している

ことを確認した。この AD 膜の上からガラス30 m を1

層のみ印刷し、製造工程に合わせた熱処理を実施した。

得られた素子に対して熱拡散率の測定を行ったところ従

来素子の20～30 %程度向上した熱拡散率となり、伝熱

性が改善していることがわかった。また絶縁耐圧試験を

行った結果、ガラス/アルミナ積層構造の素子において

製品仕様値の約1800 Vrms と従来のガラス層100 m の

素子と同等の耐圧が得られた。 

 今後は生産装置としての共同提案企業において高速・

安定・高品質な絶縁膜を大面積に成膜するための技術の

確立を目指す。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］エアロゾルデポジション法、アルミナ絶

縁膜、スチールヒータ、絶縁耐圧、熱拡

散率 

 

［研 究 題 目］大型車に特化した危険予測可能な後側方

障害物センサの開発 

［研究代表者］西田 健次（人間情報研究部門） 

［研究担当者］西田 健次、小林 匠（知能システム研

究部門）（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

近年の自動車安全対策技術の進歩により死亡事故者数

は減少傾向にあるものの、事業用大型車では平成22年

以降、減少傾向が横ばいとなっている。死亡事故の多く

は、大型車対「人」の事故であり、特に右左折時の巻き

込み事故が重大視されている。このような背景により、

大型車製造メーカーには右左折時の車両後方、および、

側方の交通弱者（歩行者、二輪車など）を検知する運転

者支援システムの技術的確立が求められている。近年、

画像センサによる歩行者、障害物検知技術が進んできて

おり、昼間、好天時の障害物検知は高度なものとなって

きている。一方で、雨天、霧、夜間での障害物検知技術

は、未だ確立しているとは言い難い。また、大型車に関

しては、乗用車に比べて市場規模が小さいため、大型車

特有の環境に対応したシステムの開発は、乗用車に比べ

て遅れていると言わざるを得ない。本研究では、画像セ

ンサによる交通弱者検出技術とマイクロ波レーダーによ

る障害物検知技術を組み合わせ、照明条件、天候に対し

て頑健な交通弱者検知システムを開発しようとするもの

である。 

平成29年度は、28年度に試作したマイクロ波レーダ

ーと画像センサの情報を統合して、より高性能な検知シ

ステムを構成する手法について検討した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］高度交通システム、歩行者検出、左折巻

き込み事故防止 

 

［研 究 題 目］クライオ電子顕微鏡を用いたタンパク単

粒子解析法のための定膜厚試料自動作製

装置の開発 

［研究代表者］佐藤 主税（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］佐藤 主税（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

目標 

 クライオ電顕法は、タンパク質の構造決定するために

結晶を必要としないため、様々なタンパク質に汎用的に

適用できる方法として期待されている。高分解能な構造

決定の鍵は、タンパク質のサイズよりもあまり厚すぎな

い氷の膜を、タンパク質溶液から瞬間凍結により作製す
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ることにある。しかし、そのような定膜厚を安定して生

産できる試料自動作製装置を開発するためには、氷膜作

製装置内のその場で膜厚測定を可能にする装置開発が必

要となる。そのうえで、厚さを微調整できる装置を組み

込み、タンパク質の大きさに合わせて再現性良く氷膜を

作製することを目標とする。 

研究計画 

 吐出量と市販膜厚測定器で測定した膜厚との関係性を

評価するために、インクジェット機で吐出した一定量の

水滴と膜厚の関係を求め、膜厚測定を評価する。市販の

光学式の膜厚測定装置・大気圧電子顕微鏡を用いて、イ

ンクジェット機で吐出した一定量の水滴と膜厚の関係を

求める。 

年度進捗状況 

 大気圧電子顕微鏡 ASEM により、SiN 薄膜越しに水

滴が蒸発により徐々に薄くなってゆく様子を動画によっ

て録画し、相互の関係と、光学膜厚測定方式の精度検証

を行った。また、インクジェットによる試料吐出、試料

雰囲気の制御、膜厚測定、凍結といった各工程を構成す

る独立した装置の設計を進めた。今後、容易で安定した

品質の薄氷膜試料作製を実現するために、これらの工程

を連動し自動化を進める。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］クライオ電子顕微鏡、単粒子解析、タン

パク質、構造決定 

 

［研 究 題 目］機械保全に資する潤滑油オンサイト監視

装置の開発 

［研究代表者］坂口 孝幸（物質計測標準研究部門） 

［研究担当者］坂口 孝幸、桜井 博、車 裕輝 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 本事業では、産業設備機械の劣化状態を評価する手法

として広く利用されている油中粒子数濃度測定に、これ

まで測定の障害となる気泡を取り除くため、加圧あるい

は減圧等の前処理作業や、測定環境の揃ったラボへ送る

等、迅速測定への障害があり、リアルタイムに状態評価

を行うことが困難であることから、気泡等が存在してい

る状態での測定技術の開発を目標としている。また、こ

れまで市販されている測定装置校正用標準物質は高価で

あり、性能的にも精密測定に適さない不定形多分散粒子

を用いたものであるので、より安価で、精密測定に使用

できる単分散球形粒子からなる産総研の持つ液中粒子数

濃度標準からトレーサブルな標準の開発を目標としてい

る。今年度は、初年度として装置や環境の整備を中心に

行い、ISO4406清浄度コードで指標とされている 4 µm 

以上の粒子を気泡と識別して検出する装置の開発に対し

ては、当該装置の開発環境整備のためにクリーンブー

ス・クリーンベンチ・超純水製造統治・粒子攪拌装置・

走査型電子顕微鏡等の導入および必要となる備品消耗品

の準備を指導し、実際に導入された清浄環境が十分かを

評価するとともに、懸濁液中の 4 µm 粒子評価を行う

準備としてデジタルマイクロスコープを導入し、1 µm

－10 µm の範囲での粒子計数評価試験方法の予備試験

を行い、必要な性能があることを確認した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］液中粒子数濃度測定、油中粒子、濃度標

準、トレーサビリティー、気泡識別、ト

ライボロジー 

 

［研 究 題 目］めっきの多層化とグラフェン複合銀めっ

きによる大電流電気接点用めっきの開発 

［研究代表者］昆 盛太郎（物理計測標準研究部門） 

［研究担当者］昆 盛太郎、堀部 雅弘 

（常勤職員2名） 
［研 究 内 容］ 

 本研究では、最表層に耐摩耗性に優れた複合めっき皮

膜、中間層に低抵抗なめっき皮膜、界面層にはバリア性

を持たせためっき皮膜をそれぞれ開発し、これらの多層

薄膜化による処理コストの低減と接点性能の最適化を図

り、モーター駆動自動車用の接点に利用できる多層めっ

きを開発する。PHV、FCV、EV 等のモーター駆動自

動車の普及とともに、その充電プラグや接点には数百ア

ンペアの大電流を流すケースが増えてきた。大電流を流

すには低抵抗かつ高い耐摩耗性を有することが必須で、

現状では厚付け銀めっきで対応している。しかし厚付け

めっきはコストが高い上に十分な性能を有していない。

そこで、各層のめっき膜厚を荷重や電流値ごとに適切な

膜構成・膜厚とすることで、めっきの厚付けを防ぎ、め

っき処理コストの削減を目指す。このためには、大電流

での抵抗測定技術を確立し、電流分布の電磁界シミュレ

ーションにより、多層膜中の電流分布の推定から必要な

膜厚を算出する必要がある。平成29年度においては、

めっきサンプルに流れる電流による抵抗値の変化が測定

可能な、低抵抗測定装置の設計を完了した。また、電流

深度計測の実現に向け、電磁界シミュレーションのため

の計算モデルの構築を開始した。特に、低抵抗測定装置

の設計においては、大電流化への対応を想定した接点の

構成や、測定の定義点について詳細な検討を行うことで、

現場でリアルタイムに、電流の変化による抵抗値の変化

が測定可能な低抵抗測定装置の設計を行った。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］低抵抗、大電流、分布計測、めっき 

 

［研 究 題 目］マイクロ波による食品混入異物の検出装

置及び異物除去装置の研究開発 

［研究代表者］昆 盛太郎（物理計測標準研究部門） 

［研究担当者］昆 盛太郎、堀部 雅弘、渡部 謙一 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 
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 本研究では、食品製造業者の衛生管理に対するニーズ

に応えるため、混入した異物が金属・非金属のいずれで

あっても検出できる、簡便操作性と導入容易性を兼ね備

えた新規装置を、マイクロ波帯域の電磁波を応用した計

測技術の高度化により開発する。また、食品加工生産ラ

イン上で検出した異物および異物混入食品をロボット制

御技術によって排出する除去装置を開発する。異物検査

装置として主流である X 線検査装置では、非金属の対

応が困難となっており昨今の異物と認識される物質の多

様化に対応しきれないのが現状である。また、非金属検

出が可能なものとしてテラヘルツの波長を使用したもの

があるが、装置価格が高価で汎用検査器としての導入が

難しいのが現状である。マイクロ波を使用したシステム

においては、使用帯域を限定することによりマイクロ波

発生源機構ならびに検出センサ部の低価格化が可能であ

り、非金属対応の検査設備として生産者の負担の少ない

システムを提供することが可能である。そこで、平成

29年度においては、まず評価対象の食品の特性を確認

するために、対象の水分量などパラメータの事前評価を

行った。この結果を基に、適切なセンサ構造及び配置を

決定するため、電磁界シミュレータを用いた検討を開始

した。さらに、対象の食品を用いて、異物検出の原理検

証実験を行った。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］マイクロ波、異物検出、計測、食品 

 

［研 究 題 目］ドライ・ウエット複合めっきプロセスに

よる IoT 制御用 RFID タグの開発 

［研究代表者］堀部 雅弘（物理計測標準研究部門） 

［研究担当者］加藤 悠人、坂巻 亮（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 IoT 制御が加速する自動車や航空機産業等に供するた

めの、通信性能を高める磁性めっき膜を搭載したパッシ

ブ型の UHF 帯小型 RFID タグの開発を行っている。こ

れを実現するために、連携企業にて難めっき材の平滑樹

脂面への高性能磁性めっき膜とアンテナパターンの成膜

を可能にするめっきプロセスをドライ・ウエット複合め

っきプロセスを開発している。産総研では、このめっき

膜およびプロセスに適したアンテナ構造の設計を行って

いる。今年度はシミュレーターにより、基本構造を検討

するとともに、めっき膜に求められる技術的な仕様を決

定した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］RF タグ、IoT、アンテナ、めっき膜 

 

［研 究 題 目］次世代光通信インフラのための高周波特

性評価用の110 GHz 帯高周波コネクタ

測定基準器の開発 

［研究代表者］堀部 雅弘（物理計測標準研究部門） 

［研究担当者］坂巻 亮、岸川 諒子（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 日本企業が高いシェアを誇る光通信ネットワークの主

幹部品である光変調器には SMPM・SMPS コネクタが

使用されている。性能を保証するために測定器による最

終評価を行っているが、評価の基準となる SMPM・

SMPS コネクタの基準器が世の中に無いため、光変調

器のミリ波帯の高速電気信号入力部の特性を正確な測定

をする事ができず、製造コストの増加・歩留まり率の悪

化を引き起こしている。問題の解決するために、本事業

では正確な光変調器測定を行う為の基準器を開発してい

る。今年度は、標準器の設計を行うとともに、標準器の

特性測定のためのシステムを構築して、その性能の評価

を実施した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］光変調器、コネクタ、基準器、ミリ波帯 

 

［研 究 題 目］高精度な人間センシングを低コストで実

現するためのウェアラブル IoH センサ

の開発 

［研究代表者］蔵田 武志（人間情報研究部門） 

［研究担当者］蔵田 武志、大隈 隆史、興梠 正克、

関 喜一、一刈 良介、張 慶椿、 

齋藤 佳子、谷 靖智（以上、人間情報

研究部門）、梶谷 勇（ロボットイノベ

ーション研究センター） 

（常勤職員5名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

IC タグ検知技術、自律測位技術、動作分析技術を用

い、高精度な人間センシングを低コストで可能にする

IoH（Internet of Humans）センサの開発を行い、製造

業やサービス業の生産性向上を追求するとともに、作業

者の安全確保・健康管理にも配慮した産業社会の実現を

図ることを目的とする。H29年度は、センサの装着位置

による計測の特性を明らかにした。また、ゴビ社の既存

顧客等へのヒアリングや現場視察から、効果を検証する

作業・動作を選定した。 

歩行時の測位（PDR: Pedestrian Dead Reckoning）

の分析においては、誤差累積勾配指標（EAG: Error 

Accumulation Gradient）を用いた評価を行った。測位

のために IoH センサを装着することが想定される身体

部位のうち、足の甲が最適であることが確認できた。ま

た、多少精度が低下するが、足首においても妥当な結果

が得られた。作業動作認識の分析においては、計測対象

者のセンサデータを収集し可視化した。 

ヒアリング対象者やその対象者の属している現場を訪

問してのヒアリング調査では、製造業、物流業、飲食・

サービス業、IT ベンダーの計8社において、IoH センサ

のニーズや期待に関する意見を収集した。来年度以降、

IoH センサの有効性を検証する作業・動作に関して、現

場ニーズとして確認できたものとしては、嵌める、切る、
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締める、貼る、持ち運ぶ、押す、巻くなどが挙げられた。

それらの多くが手足の動きを伴うことや、安価な IC タ

グを作業環境や道具等に設置することでコンテキストを

限定することができることから、ニーズ調査から抽出さ

れた動作の多くが自動認識のフィジビリティを持つこと

がわかった。加えて視覚障害者の移動・就労支援への適

用へのニーズも確認できた。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］サービス工学、現場のラボ化、製造業の

サービス化、PDR（歩行者自律航法）、

IoH（ヒトのインターネット）、動作認

識、作業分析、生産性、視覚障害者支援 

 

［研 究 題 目］定性的手法を用いた労働災害防止対策の

取り組みに対する労働者の認識の分析 

［研究代表者］牧野 良次、岡田 賢 

（安全科学研究部門） 

［研究担当者］牧野 良次、岡田 賢（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 事業所の安全衛生管理には、労働者の積極的な参加が

必須である。そのためには、好事例の背景にある労働者

の認識、彼らの価値観や取り組む動機、取組みに対する

反応等を形式化して、個別の事業所・産業に留めること

なく共有できるようにすることが有効であると考えられ

る。本研究は、労働災害防止対策への取り組みに関する

労働者の意識をヒアリング等により得て、その情報を定

性的手法により分析し、労働者の認識を構成する要因や

影響を与える要因の間の関係を構造化して理解すること

によって、効果的な取組みに資することを目的とする。 

 数値化されたデータを扱う定量的手法に対し、ヒアリ

ング等から得られた情報を解釈しながら分析し類型化・

構造化を通じて理解していく定性的手法は労働者の考え

を理解するうえで定量的手法に劣らず有効と考えられる。

平成29年度は昨年度に引き続き対象となる事業所（化

学産業・建設産業）にてヒアリングを実施し追加データ

を収集した。さらに関係学協会と連携してモデル化の結

果の検証を行い、応用に耐える概念となるよう強化し、

労働者の意識の「見える化」および「見える化」された

内容の汎用化を行った。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］労働災害、労働災害防止対策、労働者の

認識、質的研究、定性的手法 

 

［研 究 題 目］卓越研究員事業 

［研究代表者］森田 雅宗（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］森田 雅宗、野田 尚宏（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題は文部科学省の科学技術人材育成費補助事

業「卓越研究員事業」として、助成を受けているプログ

ラムである。細胞機能の原理を理解し、人工的に再現・

制御することは、生命科学・生命工学の発展のために欠

かせない目標の一つである。本研究提案では、細胞と類

似の構造や空間特性をもつリポソーム・エマルション

（人工細胞膜小胞）をベースに細胞の様な複合分子から

成るシステムを人工的に作製し制御することで生命現象

の理解を目指すとともに、その技術を応用することで、

細胞自体を操作・制御する解析技術を構築することを目

指す。これまでに、細胞の様な複合分子から成るシステ

ムを再構成し制御するために、膜と物質（分子）の相互

作用の理解、人工細胞膜小胞の構築方法の開発などの研

究を展開してきた。さらに、微小空間内での自己組織化

システムの構築、細胞膜上で見られる様々な機能を操

作・制御できる人工細胞膜小胞の開発を行ってきた。ま

た、細胞機能の解析操作のために、これらの中に、細胞

自体を封入して解析する研究も進めている。様々な化学

反応系だけでなく細胞自体も封入することで、新しい機

能性材料の開発・遺伝子治療・再生医療・細胞操作技術

への応用を視野に入れつつ、医学・薬学の発展にも貢献

できる研究を志向する。  

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］人工細胞、リポソーム、エマルション、

DNA ナノテク、ソフトマター物理 

 

［研 究 題 目］卓越研究員事業 

［研究代表者］洪 達超（触媒化学融合研究センター） 

［研究担当者］今 喜裕、田村 正則、権 恒道、 

矢田 陽、洪 達超、大篭 祐二、 

呂 煉明（常勤職員5名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 エネルギー・環境問題を解決するために、太陽光エネ

ルギーを利用した物質変換の技術を開発する必要がある。

また、持続可能な社会の実現という観点から、光エネル

ギーを利用し、豊富に存在する水、窒素、酸素及び安定

な二酸化炭素やメタンといった小分子を貯蔵可能な化合

物や燃料へと変換する技術開発は喫緊の課題である。そ

の第一歩として、これら安定な小分子を活性化できる触

媒の開発が重要である。本研究は、ボトムアップ法及び

トップダウン法を用いて小分子を活性化する高活性な触

媒の開発及び光エネルギー物質変換システムの構築を目

的とする。 
 本年度は、複数のニッケル単核錯体を合成し、それら

の水素発生反応の活性を評価した。ニッケル錯体を触媒

とし、光増感剤であるルテニウムトリスビピリジン錯体

及び犠牲還元剤を含む溶液に、アルゴン雰囲気下で可視

光を照射すると、光触媒的水の還元反応が進行し、水素

が生成したことを見出した。キレートリングサイズが小

さい配位子を有するニッケル錯体が最も高い活性を示し

たことが分かり、その反応機構を解明した。また、ボト

ムアップ法を用いて、反応サイトを近傍に有するヘテロ

二核ルテニウム－コバルト錯体を合成することに成功し
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た。ルテニウム－コバルト錯体を触媒に用いたオレフィ

ンの水素付加反応では、異なる金属による協奏効果を見

出した。今後、小分子活性化反応に対して活性を有する

新規ヘテロ二核金属錯体の開発を行っていく予定である。 

［領 域 名］材料・化学  

［キーワード］グリーンケミストリー、小分子の活性化、

触媒、酸化還元 

 

［研 究 題 目］クラスター気相合成法を用いた非平衡

IV 族系半導体の創製と限界突破デバイ

スの実現 

［研究代表者］岡田 直也（ナノエレクトロニクス研究

部門） 

［研究担当者］岡田 直也（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 近年の情報通信技術の発展が消費電力量の抑制と両立

するための根本的な対策としては、電子情報機器の高性

能化と低消費電力化が挙げられる。本研究では、「新し

い非平衡 IV 族系半導体薄膜」で、この課題にアプロー

チする。 

 これまでに開発したナノ構造体高精度形成技術

Cluster Preforming Chemical Vapor Deposition（CPD）

を利用して、構成原子の配列構造を規則的に揃えた非平

衡 IV 族系半導体薄膜を創製する。CPD の研究では、

IV 族半導体と遷移金属を主な対象元素とし、カルコゲ

ン等の他の元素にも順次拡大していく。それらの内の2

種類の元素の組合せから、新材料を構成する。新材料の

成膜法の開発、物性解明、を複合的に進めていく。さら

に、この新材料のデバイス応用に向けて、ナノエレクト

ロニクス研究部門で進めている情報処理システムの低消

費電力化や量子現象等の利用による新規情報処理技術の

開発の観点から検討する。 

 本年度は、WSin 膜の優れた Cu 拡散防止特性を確認

し、微細 CMOS 向け電極および配線バリア膜としての

有効性を示した。また、CPD の対象物質を、カルコゲ

ン系二次元層状材料へ拡大し、H2S と WF6ガスを利用

することで WS2膜を合成可能であることを実証した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］IV 族半導体、カルコゲン、TMDC、化

学気相合成法、CMOS、低消費電力デ

バイス 

 

［研 究 題 目］高柔軟性異種デバイス集積技術によるシ

リコンフォトニックプラットフォームの

構築 

［研究代表者］高 磊（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］高 磊、コン グアンウェイ、 

前神 有里子、岡野 誠、山本 宗継、

大野 守史、鍬塚 治彦、山田 浩治 

（常勤職員8名） 

［研 究 内 容］ 

 IoT のキーワードで特徴づけられる超大規模情報接続

社会の実現には、小型でエネルギー効率と経済性に優れ

た光ネットワークデバイスが欠かせない。光源や増幅器

などの化合物半導体デバイスおよび異種材料機能性デバ

イスをシリコンフォトニクスやフレキシブルプラットフ

ォーム上に集積することで、光回路の設計や集積手法に

自由度を与えることが期待されている。我々はトランス

ファープリンティング技術に着目し、高粘性エラストマ

ーの温度及び速度を適切に制御することで、任意光デバ

イスのインク（吸い取り）およびスタンプ（貼り付け）

操作を適用した次世代光集積回路集積をめざす。 

 本年度は、昨年度に設計および完成したトランスファ

ープリンティング装置を活用し、集積技術の確立を最優

先した。InP 系エピ成長基板の犠牲層形成およびトラン

スファープリンティングを適用することで、ボンディン

グの歩留まりや結合強度などを評価した。その結果、超

臨界乾燥やエラストマー粘性調整を含む技術を開発した

ことで、90 %を越える確率で異種基板へ実装できた。

また、電磁波伝搬シミュレーションによりエバネッセン

ト光結合用量子井戸型レーザ光源の汎用シリコンフォト

ニクス基板に対する光結合効率を計算した。複数の断熱

型テーパ構造を検討および提案することで、結果的に

80 %以上の高い光結合効率が得られるとともに、位置

合わせ精度にも大きな尤度を持つことが判明した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造   

［キーワード］シリコンフォトニクス、化合物半導体、

光デバイス集積 

 

［研 究 題 目］卓越研究員事業 

［研究代表者］衞藤 雄二郎（物理計測標準研究部門） 

［研究担当者］衞藤 雄二郎、福田 大治 

（常勤職員2名） 
［研 究 内 容］ 

 本研究では、スクイーズド光などの量子力学的な性質

を持つ光を用いて、既存技術を超える生体イメージング

法や原子分光法の実現を目的としている。 

 本年度は、真空スクイーズド光源を用いた2光子生体

顕微鏡という新たなイメージング手法を提案した。提案

した手法の実現に向けて、光パルスと光導波デバイスに

よるスクイーズド光源の開発を進めている。スクイーズ

ド光は、光パラメトリック増幅過程を通して生成するこ

とが可能であり、光導波路デバイスのパラメトリック利

得を観測することに成功した。また、生体イメージング

に応用するためには、スクイーズド光のパルス波形を測

定し、周波数分散の影響を取り除く必要がある。しかし

ながら、真空スクイーズド光は振幅の期待値が0の微弱

光であることから、自己相関法などでの波形測定が難し

い。そのため、本研究では平衡型ホモダイン検出法を用

いたスクイーズド光のパルス波形測定法を提案した。提
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案した手法を実装するために、量子雑音限界で動作する

高効率ホモダイン検出器を開発している。 

 光のショット雑音限界で冷却原子気体を測定するため

のホモダインイメージング法に関する研究も進めており、

具体的な実装方式に関する検討を行っている。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］スクイーズド光、量子イメージング、非

線型光学、擬似位相整合、光パルス、光

導波路 

 

［研 究 題 目］卓越研究員事業（Towards future clean 
coal utilization: Combined Underground 
Coal Gastification and Carbon Capture-
Storage（UCG-CCS）） 

［研究代表者］内田 洋平（再生可能エネルギー研究セ

ンター） 

［研究担当者］内田 洋平、シュレスタ ガウラブ、 

石原 武志、吉岡 真弓、 

アリフ ウィディアトモジョ 

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 卓越研究員事業により再生可能エネルギー研究センタ

ー・地中熱チームに所属するアリフ ウィディアトモジ

ョが、同センターの共同実験フィールドおよび東南アジ

アの実験フィールドを活用し､国内外における地中熱シ

ステムのデータ解析を行う。また、タイとベトナムに設

置した地中熱システムの解析およびシステム改修、イン

ドネシアへの地中熱実証試験器の設置作業等を本補助金

により実施する。 

 H29年度は、前年度に整備した地中熱シミュレーショ

ン研究用の数値解析用ワークステーションおよび解析用

コードを利用して、地下浅層部での熱交換に関する各種

シミュレーション等を通じて、様々な熱交換システムの

検討を行い、地域特性に応じたシステム最適化の検討を

行った。東南アジアにおける地中熱研究については、タ

イとベトナムに設置した地中熱システムの解析・システ

ム改修を行い､モニタリングデータの質を向上させた。

また、産総研とインドネシア技術評価応用庁（BPPT）

との包括研究協力の下で BPPT の敷地内に地中熱熱交

換器を設置し、インドネシアにおける実証試験を開始し

た。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］地中熱、シミュレーション、地中熱ポテ

ンシャル、東南アジア 

 

［研 究 題 目］卓越研究員事業  

［研究代表者］茂木 克雄（創薬分子プロファイリング

研究センター） 

［研究担当者］茂木 克雄（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 当該研究では、次世代のバイオ・創薬研究の柱となる

技術の開発を目指し、「エクソソーム単離濃縮基盤技術

の開発」と、産学官連携テーマである「Electrowetting 

on Dielectric（EWOD）技術を用いた液晶デバイス開

発」に取り組む。MEMS の微細加工技術や、マイクロ

流体デバイスの微小流体操作技術を創薬研究に取り入れ

ることで、領域横断的に研究開発を進める。 

 着任初年度となる平成29年度は、デバイス開発のた

めの微細加工環境を限られた予算で一から構築するため

に、オープン施設を利用するような工夫を取り入れて研

究を進めた。結果として、マイクロ流体デバイスや電極

基板を製作するための微細加工用の実験環境を実現した。

これにより、5 µL から50 µL までの微小流体を操作す

るための誘電泳動力デバイスの開発に成功した。誘電泳

動力を用いた液体操作には、高電圧スイッチングの繰り

返しが必要になるため、スイッチングを行うための電気

信号の制御装置を独自に製作し、信号パターンの修正変

更を容易にするため、制御用のソースを汎用性の高い

python でコーディングした。また、電子基板に製膜す

る疎水膜について、PTFE や PFA 等のフッ素樹脂の特

性について検証実験を進めた。一方でバイオ実験につい

ては、次年度からの評価に備え、培養細胞293の培地か

ら評価用のエクソソームを抽出している。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］エクソソーム、 

Electrowetting on Dielectric、EWOD、

微細加工、マイクロ流体デバイス 

 

［研 究 題 目］卓越研究員事業（弾性体基板表面のシワ

構造制御による高機能ストレッチャブル

／フレキシブルデバイスの基盤技術の創

製） 

［研究代表者］武居 淳（フレキシブルエレクトロニク

ス研究センター） 

［研究担当者］武居 淳（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 情報化・ネットワーク化が発展し位置情報や温度とい

ったデータの取得対象が人間を含む様々なモノに拡大し

ており、体表を含む様々な三次元形状に取り付けること

のできるデバイスの要求が高まっている。三次元形状に

取り付けることができる多様なストレッチャブル／フレ

キシブルデバイスの共通基盤技術の構築を弾性体/薄膜

からなる二層構造表面に現れるシワを用いて実現する。

当該年度はシワ構造をストレッチャブル／フレキシブル

デバイスの実現のため、その要素技術であるストレッチ

ャブル配線に焦点をあて研究計画を決めた。具体的には

耐伸張性を持つシワ構造に金属の膜を成膜することで2

倍になるまでの伸長を加えても抵抗値変化が20 %以下

のストレッチャブル配線の実現を目指した。研究計画に

従い、シリコーンゴム材料に薄膜を成膜することでシワ
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構造をつくり、さらにその表面上にプラチナを成膜する

ことで初期長さの2倍になるまでの伸長を加えても抵抗

値変化が20 %以下の導線を実現した。この研究成果は

2018年第65回応用物理学会春季学術講演会で発表した。

また、プラチナ金属膜のかわりに撥水性材料を用いるこ

とによってシワ構造が親疎水表面への応用など発展性が

確認できた。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造   

［キーワード］ストレッチャブル、フレキシブル、シワ 

 

［研 究 題 目］卓越研究員事業「生痕化石の古環境復元

ツールとしての有用性を検証する：あら

ゆる堆積環境から採取した現世海洋コア

試料の解析」 

［研究代表者］清家 弘治（地質情報研究部門） 

［研究担当者］清家 弘治、鈴木 淳、田村 亨、 

荒井 晃作、天野 敦子 

（常勤職員5名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

地質時代の生物の巣穴や這い痕などが地層中に保存さ

れたものを生痕化石という。先行研究により生痕相（生

痕化石群集）と堆積相との間に密接な関係があることが

発見された。生痕化石は基本的に現地性のものであり、

環境外から運ばれてくることが無い。このことは、生痕

相を調べることで地層形成時の堆積環境を読み取れるこ

とを意味する。生痕相解析はコア試料のような観察面積

の少ないサンプルにおいても適用できるのが長所である。

今現在では、古環境復元ツールとしての生痕化石の有用

性は広く認識され、堆積学、古生物学、そして資源探査

の分野で活用されている。しかしながら、生痕化石から

古生態・古環境情報を正しく得るためには、まず現世の

生痕についての知見を得て検証する必要がある。なぜな

ら、化石記録のみからの知見では推測の域を出ず、場合

によっては循環論にもなりうるからである。以上の背景

を踏まえ、本研究では我が国の沿岸海域で採取された現

世海底表層コア試料を調べ、各地点における生痕相を明

らかにすることを目的とした。今年度は、茨城県鹿島灘

沿岸や岩手県船越湾における底生生物の分布状況や海底

堆積物についての解析を実施した。また、次年度に実施

予定の伊勢湾沿岸海域の調査準備も行った。今後も継続

的に日本沿岸海域の海底状況や堆積物コアを調べ、各地

の生痕群集を明らかにすることを目指す。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］生痕化石、海底、現世堆積物コア 

 

［研 究 題 目］硝酸性窒素等の有害物を排出しない白金

族リサイクルプロセスの開発 

［研究代表者］成田 弘一（環境管理研究部門） 

［研究担当者］成田 弘一（環境管理研究部門）、 

野村 勝裕、粕谷 亮（無機機能材料研

究部門）（常勤職員3名、他2名）、 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 複数の技術要素の組合せにより、塩素ガスや王水など

有害な酸化剤を一切用いること無く、複数の白金族が混

在するスクラップの中から白金族を溶解し、かつ迅速な

白金、パラジウム、ロジウム、イリジウム及びルテニウ

ムの相互分離が可能である、新しい環境調和型の白金族

湿式リサイクルプロセスを確立することを目的とする。

そのために、塩酸による溶解を可能にする、空気中で白

金族を酸化させる前処理技術を開発する。また分離工程

では、これまで工業用分離剤が存在しない3価白金族イ

オンであるルテニウム（III）及びイリジウム（III）に

対する有用な分離剤を開発するとともに、白金、パラジ

ウム、ロジウム、イリジウム及びルテニウムの相互分離

条件を調べることで、前段の溶解工程から得られた浸出

液からの分離スキームを確立する。 

研究計画： 

 複数種の白金族金属が混在する廃材から、王水や塩素

ガスを使用することなく白金族を溶解し、迅速に分離す

る技術の確立を目標とする。そのため、ペロブスカイト

酸化物を経由するプロセスにより、固体高分子形燃料電

池（白金、ルテニウム）、工業用電極（白金、イリジウ

ム）等の廃材に含まれる白金族（特にルテニウム、イリ

ジウム）をペロブスカイト酸化物に吸蔵させ、塩酸に溶

解する手法を確立する。また、アルカリ金属塩との反応

により、自動車触媒等に含まれる白金族（白金、パラジ

ウム、ロジウム）を完全にアルカリ金属複合酸化物へと

変化させ、塩酸に溶解する手法を確立する。さらに、蒸

留、酸化還元工程を経ずに白金族の相互分離が可能なフ

ローを構築する。現行プロセスとほぼ同等の白金族回収

率を維持しつつ、硝酸性窒素の排出量ゼロ化を達成する。 

年度進捗状況： 

 硝酸性窒素等の有害物を排出しない白金族リサイクル

プロセスの開発に向け、平成29年度は以下の要素技術

の開発を行った。①ペロブスカイト酸化物を用いた非接

触での白金族回収の最適反応条件の探索、②アルカリ金

属塩を用いたリチウムの工程内リサイクルを行うため、

白金とリチウムの複合酸化物（Li2PtO3）を塩酸に溶解

後、溶媒抽出法によって白金を除去して得た残液からの

リチウム回収、および③白金族分離プロセスにおいて夾

雑元素となり得る希土類元素、Sr、Ba、Ca、Mn につ

いて、アミド含有アミン抽出剤による分離特性評価。 

［領 域 名］エネルギー・環境、材料・化学 

［キーワード］白金族金属、浸出、溶媒抽出、回収 

 

［研 究 題 目］竹の流動成形による高音質な薄肉・複雑

形状スピーカー振動板の実用化 

［研究代表者］三木 恒久（構造材料研究部門） 

［研究担当者］三木 恒久、桐生 智明（特別研究員） 
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（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

高音質音源の普及により、それを再現できるスピーカ

ー振動板が求められ、木製振動板は従来最も有望であっ

た。本研究では、木材の流動成形をシーズ技術として、

金属成形ノウハウを融合し高度化する事で、音響特性の

勝る竹の緻密化・極薄肉・複雑形状化、高生産化プロセ

スを開発する。この実用化により、世界でも類のない高

音質振動板と金型装置を開発・事業化し、日本の森林を

蝕む放置竹林を解消する新規ビジネスを創出する。 

 今年度は事業最終年であるため、竹の供給から成形前

処理、成形によるサンプル作製のすべての課題を並行し

て進めた。検討課題と主な成果は以下のとおりである。 

 竹素材の品質評価において、伝播速度ならびに動的ヤ

ング率と含水率と線形の関係があることを見出し、現場

で2条件の含水率における動的弾性率（音速）を得るこ

とによって、乾燥状態での値を推定できることを示した。 

成形性ならびに音響特性を満足する竹の樹脂含浸処理方

法の開発において、予備圧縮（解繊前躯体処理を含む）

とアルカリ処理の組み合わせと汎用含浸条件（減圧加圧

注入1時間）によって、繊維長さ160 mm の竹齢3年生

以上割竹について所要の重量増加率を達成した。 

 優れた音響特性・耐久性が得られる含浸竹の成形条件

の検討では、適切な潤滑剤を使用することによって、見

かけの変形抵抗を30 MPa にまで低下させることができ

た。目標とする変形抵抗20 MPa を獲得するには、この

潤滑剤の内部添加を行えば達成可能である見込みを得た。

伝播速度4815 m/s、内部損失0.087を個別に達成してい

る状況であり、それらを複合化する素材改良・成形条件

の検討課題が生じた。 

 金型材質・表面改質条件の検討では、目標としていた

摩擦係数0.05以下となる条件が繊維直交摺動条件で獲得

できた。また、これまでヒノキ材で実績のある、鋼材

SKD11の窒化クロムコーティング・鏡面仕上げを施し

た工具条件が竹でも有効であることが確認できた。 

 プレスモーションの検討では、前方押出し、後方押出

し、成形（解繊）前躯体処理＋前方押出しが、単純圧縮

の成形方式に比べて、良好な成形が実施できることを見

出した。さらに、5軸加工による流路製作により、金型

内部からの加熱・冷却を実現し、1サイクル10分以下を

達成した。 

 導入した大型プレスならびに温調器と良好に連動する

金型システムを確立した。このシステムを用いることに

よって、φ160 mm、先端肉厚0.5 mm 以下の竹の流動

成形による薄肉・複雑形状コーン型スピーカー振動板の

作製を実現し、良質な音を奏でる振動板を創製すること

に成功した。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］竹、流動成形、塑性加工、金型、スピー

カー、音響特性 

［研 究 題 目］単一の測定装置による熱電3物性値の同

時計測可能な方法の開発  

［研究代表者］申 ウソク（無機機能材料研究部門） 

［研究担当者］申 ウソク、鶴田 彰宏 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 熱電変換材料の性能指数評価に必要となるゼーベック

係数、電気抵抗率、熱伝導率の熱電3物性とその温度依

存性を同時に高精度且つ迅速に計測できる技術がないた

め、性能評価に多大な時間と労力を要していた。そこで

本研究開発では、熱電3物性を同時に計測するための接

触式マルチセンシングプローブ（センサ）及び計測手法

を新たに構築し、容易・迅速、高精度かつ広い温度範囲

で計測できる装置を開発する。 

 平成29年度では、平成28年度に開発した低温タイプ

の薄膜フィルム型計測用センサの中温域における様々な

問題を解決するため、セラミックス部材のマイクロヒー

ターを設計試作し、オザワ科学および名古屋大学で中温

タイプ計測用センサの基本的な構造を共用することで効

率的な開発を進めた。測定値の有効性の検証については、

新しい計測用センサを用いて、組成比の異なる熱電酸化

物やシリサイド系の化合物熱電材料についてゼーベック

係数、電気抵抗率、熱伝導率の組成比依存性を評価し、

新しい計測方法の有効性を確認した。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］熱電変換、周期加熱法、熱拡散率 

 

［研 究 題 目］ロボット摩擦重ね接合法（FLJ）による

金属/CFRP の直接異材接合の製品化に

向けた最適制御を伴う高機能ロボット

FLJ システムの研究開発 

［研究代表者］千野 靖正（構造材料研究部門） 

［研究担当者］黄 新ショウ、斎藤 尚文、千野 靖正 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

自動車の軽量化技術において、今後材料置換が進む中

従来の鉄系金属だけの構造から、非鉄金属や樹脂、

CFRP といった新素材が今後増加する傾向にある。そ

の中で必要とされるのが異材種の直接接合である。本研

究開発では、その中で最もメリットのあるロボット摩擦

重ね接合法（FLJ）の装置機能向上の開発を行う。 

FLJ 法は、円柱型の接合ツールを高速で回転させな

がら金属接合材料に押し当て、発生した摩擦熱で金属に

接した樹脂や CFRP のマトリックス樹脂の一部を溶融

し、加圧力により、両者を接合する方法であり、水素結

合や共有結合等の化学反応を発生させ、さらに金属分子

間に樹脂が絡み合うことで接合力が出るアンカー効果を

接合境界面に付与することで、強固な接合が可能な接合

法である。 

 産総研では、既存の FLJ 法により接合されたアルミ
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合金/CFRP 継手を対象として、接合界面の観察を実施

した。その結果、界面接合状態の定性的な把握に関して

は、光学顕微鏡観察と走査型電子顕微鏡観察を併用する

ことにより、ポアの分布、炭素繊維の形状・分布を把握

できることを確認した。また、電子線後方散乱回折によ

り、接合界面のアルミ側の結晶粒径や集合組織を観察で

きることを確認した。以上の結果より、上記の装置を利

用して、アルミ合金/CFRP 接合界面の基本情報を獲得

できることを確認した。 

来年度は、取りまとめ企業において開発した制御法を

用いて接合したアルミ合金/CFRP 継手を対象として、

その接合界面を観察・評価する予定である。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］摩擦重ね接合法、ロボット、アルミニウ

ム、CFRP、界面、組織、集合組織 

 

［研 究 題 目］医療・介護用サポーター等に持続的な抗

菌効果を付加するための再生リチャージ

可能な抗菌繊維の開発 

［研究代表者］槇田 洋二（健康工学研究部門） 

［研究担当者］槇田 洋二、小比賀 秀樹 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 医療・福祉分野で使用するサポーターやコルセットは、

使用が長期間に亘る場合が多く、汗や汚れから発生する

悪臭、皮膚感染（皮膚炎）とそれに起因するアナフィラ

キシーショックといった課題を有している。本研究は、

サポーターやコルセットの抗菌性ならびに抗菌効果の持

続性を担保するために、再生リチャージ可能な抗菌繊維

を企業・大学と共同開発するものであり、産総研は「繊

維への添加に適した抗菌剤の超微細加工技術の開発」、

「抗菌効果再生技術の開発」、「抗菌剤の安全性および品

質安定性の確認」、「抗菌繊維の開発」を担当する。 

 抗菌繊維は数年にわたり使用される可能性があるため、

品質安定性の評価は不可欠である。繊維自体の品質安定

性は既に十分な検討がなされているが、本開発で使用す

る抗菌剤（以下、本抗菌剤）は合成品であるため長期の

品質安定性は不明である。そこで、平成29年度は、本

抗菌剤の品質安全性について評価した。短期間で長期の

品質安定性を評価することは困難であるため、約4年前

に本抗菌剤と同様な方法で作製した材料の結晶構造や抗

菌成分含有量を調べ、本抗菌剤と比較することで品質安

定性を評価した。その結果、いずれも結晶構造や抗菌成

分の含有量はほとんど同じであった。このことから、本

抗菌剤は少なくとも4年間は安定であることが明らかと

なった。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］抗菌、繊維、サポーター、コルセット 

 

［研 究 題 目］CFRTP 専用ファスナーを用いた自動車

用 CFRTP と異種材料の革新的接合技術

の開発 

［研究代表者］土屋 哲男（先進コーティング技術研究

センター） 

［研究担当者］土屋 哲男、山口 巖（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 環境に配慮した次世代自動車に求められる技術課題の

うち、燃費向上に直接寄与する極めて重要な課題が車体

の軽量化であり、現在、炭素繊維複合材料（CFRP、

CFRTP）が注目され従来の鋼材からの積極的な転換が

進んでいる。自動車部材に炭素繊維複合材料の利用が進

んだ場合、従来法での接合は困難であるため、難接合素

材の部材接合を効率良く実施する新たな接合方法の開発

が求められている。 

 一方、炭素繊維複合材料と金属材料の接合では界面で

ガルバニック腐食（電食）が発生し、アノード側の金属

材料が腐食される。カソード側の炭素繊維とアノード側

の金属材料の電位差によるものであり、金属-炭素繊維

間で電流が生じることに起因する。そこで、本研究では、

金属材料へ絶縁コーティングを行うことで、電食を抑制

することを目的とする。金属表面の絶縁性を達成するだ

けでなく、密着性も課題となる。 

 当 該 年 度 は 、 表 面 に MOD （ Metal Organic 

Deposition）法を用いた絶縁性コーティングの成膜とし

て、シリカ、アルミナ等の絶縁酸化物の溶液、スラリー

を選択、種々の方法で基材へのコーティングを検討した。

また、熱処理または光照射によって成膜し、絶縁性を評

価した。 

 平板上へのスピンコーティングによる皮膜では、テス

ターによって導電性がないことが確認できた。しかし、

ナットのような複雑な形状への均一なコーティングは困

難であった。そこで、電気的な手法を用いたコーティン

グを検討した。アルミナスラリーを電気的に吸着させる

ことでナット上に堆積させ、熱処理により製膜した結果、

ナットの複雑形状に合わせて、均一にコーティングでき

ていることがわかった。エッジ部分、凹んだ部分ともに

緻密な膜が得られている。テスターによる絶縁性も良好

であった。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］炭素繊維複合材料、電食、電気絶縁コー

ティング、金属有機化合物堆積（MOD）

法 

 

［研 究 題 目］セルロースナノファイバーとゴム材料と

の複合化技術を活用した環境配慮型超軽

量・高機能シューズの開発 

［研究代表者］遠藤 貴士（機能化学研究部門） 

［研究担当者］遠藤 貴士、伊藤 弘和、岩本 伸一朗、

熊谷 明夫（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 
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 本テーマは、次世代のバイオマス素材として注目され

ているセルロースナノファイバー（CNF）によるゴム

の補強技術と加硫発泡技術とを融合させ、高機能・超軽

量の環境配慮型ゴム系靴底を用いたシューズ開発を目的

としている。当グループの本年度の実施項目としては、

CNF の新たな表面修飾法開発および CNF の形状がゴ

ム物性に及ぼす影響評価を行った。 

表面修飾法開発では、セルロース原料に無水マレイン

酸基をエステル結合で導入する手法を用いた。機械解繊

後に得られた超微細 CNF は、高いゴム補強効果を示し、

特に高伸張領域での効果が高いことが分かった。製造し

たゴム複合材料について、原子間力顕微鏡を用いて、界

面状態を評価した結果、未修飾 CNF では、ゴム相との

界面が急激に変化しているのに比べ、マレイン酸修飾

CNF では、約100 nm の界面相を持ち、緩やかに特性

が変化しいることを確認した。溶媒処理により、CNF

と相互作用しているゴム相を定量したところ、補強効果

と相関性があることを確認した。 

また、解繊度合いの異なる CNF を製造し、CNF の

サイズおよび比表面積とゴム補強効果の関係性について

評価を行った。その結果、サブミクロンサイズの CNF

を5 wt%複合化することで、ゴム材料で重要となる低伸

張領域の強度物性を大きく向上できることを明らかにし

た。さらに、CNF の繊維長の影響評価では、CNF が長

繊維になるほど、補強効果が高いことが分かった。 

最適条件で製造した CNF ゴム複合材料を発泡成形す

ることで、高性能シューズに求められる、軽量化、耐摩

耗性、グリップ性の目標を達成することができた。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］セルロースナノファイバー、ゴム、シュ

ーズ、補強 

 

［研 究 題 目］再生医療の産業化に向けた未分化・造腫

瘍性細胞の検出技術の開発 

［研究代表者］舘野 浩章（創薬基盤研究部門） 

［研究担当者］舘野 浩章、平林 淳 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 iPS 細胞など多能性幹細胞を再生医療に用いる際に懸

念されるのは、移植細胞へと分化誘導後に、尚残存する

未分化な iPS 細胞が腫瘍を形成する可能性である。そ

こで、本補助事業では、移植細胞中に残存する未分化

iPS 細胞を、高感度に検出し適切に品質管理しうる実用

化システムの開発を目的とする。アッセイ系は当該研究

者らが開発実績を有するレクチンマイクロアレイとし、

未分化 iPS 細胞の検出に適した組換えレクチンを数種

選抜し、スライドグラスに固定化することにより、組み

換えレクチンアレイの試作品を作製した。その品質を評

価用プローブで検証した後、各種細胞の解析が可能であ

ることを確認した。そこで、分化細胞と未分化 iPS 細

胞が異なる割合で混合しているサンプルを作製し、どの

程度の感度で未分化細胞を検出できるかどうかについて

の検討を行った。比較実験としては既に確立済みの

ELISA 法を用いた。その結果、本補助事業において、

世界初となる組み換えレクチンアレイの試作品を開発し、

それを用いて未分化細胞を検出する技術の検討を行い得

ることを確認した。 

［領 域 名］生命工学   

［キーワード］再生医療、糖鎖、レクチン、未分化細胞 

 

［研 究 題 目］樹脂／金属接合技術を用いた大気中全マ

トリクス捕集装置の開発 

［研究代表者］山下 信義（環境管理研究部門） 

［研究担当者］山下 信義、谷保 佐知、山﨑 絵理子 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 近年注目されている PFOS 等新規有害物質や臭素系

難燃剤、放射性物質等の大気経由人暴露評価・環境モニ

タリングのニーズは増大する一方であるが、この多くは

極低濃度で存在し、フッ素系有機酸はガラス等で吸着・

反応することから、光・熱分解しやすい臭素系物質と合

わせ、従来技術での測定値のばらつきが大きく、測定結

果に疑念が持たれている。また、国際的越境汚染物質と

しての粒子状物質、PM2.5監視が地方自治体に義務付け

られており数多くの粒子量自動測定機（光散乱など間接

測定技術）が全国規模で設置されつつある。一方で、大

気中に同時に存在する粒子・ガス状物質の同時暴露に危

険性がより高まる事が指摘されているが、既存の粒子測

定技術ではガス成分測定法とは整合性がないため、これ

に対応できない。特に、世界保健機構・厚生労働省でも

必要性が指摘されている、捕集した分級粒子に含まれる

化学物質やインフルエンザウイルス・薬剤耐性菌につい

の正確なリスク評価も、既存技術での対応は困難である。 

このような中、大気中有害物質調査は分析対象・依頼機

関毎に100種以上の異なる捕集・分析技術を使い分ける

ため、人件費・コスト増が事業者経営を圧迫している。

結果として、知的財産や信頼性が確保できない安い海外

資本外注先に業務が流れており、国内事業者の衰退が懸

念されている。 

 本研究開発では発想を転換し、これまで装置を構成し

てきた壊れやすく重いガラスの使用をやめ、試料接触部

は全てプラスチック（合成樹脂）を用いることとした。

合成樹脂は、PFOS 等の吸着が生ぜず、化学反応活性点

を持たないことから、PFOS、PBDE 等のより精度の

高い捕集を可能にする。 

 平成29年度については、前年度に開発した大気中全

マトリクス捕集装置の試作品を用いて、国内研究機関お

よび分析事業者において、PFASs 類を指標とした回収

試験と実環境性能評価するための精度管理試験を実施し

た。 
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［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］大気中全マトリクス捕集装置、PM2.5、

ペルフルオロアルキル化合物 

 

［研 究 題 目］南海トラフ広域地震防災研究プロジェク

ト 

［研究代表者］宍倉 正展（活断層・火山研究部門） 

［研究担当者］宍倉 正展、澤井 祐紀、行谷 佑一、

松本 弾、谷川 晃一朗、 

伊尾木 圭衣、藤原 治（活断層・火山

研究部門）、安藤 亮輔（東京大学）、 

前杢 英明（法政大学）、越後 智雄

（地域地盤環境研究所）、藤野 滋弘

（筑波大学）（常勤職員7名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 本プロジェクトは、近い将来の発生が危惧される南海

トラフ沿いの巨大地震・津波による災害の軽減に貢献す

るため、大学や研究機関が自治体と連携し、地域連携減

災研究、巨大地震発生域調査観測研究、地震発生シミュ

レーション研究の3つの分野で調査研究を実施している。

活断層・火山研究部門では、これらのうち、巨大地震発

生域調査観測研究の一環として陸域津波履歴調査を、地

震発生シミュレーション研究の一環としてモデル構築・

シナリオ研究の一部をそれぞれ担当している。平成29

年度は、陸域津波履歴調査として徳島県南部、高知県中

部、宮崎県中～南部において津波堆積物調査、鹿児島県

喜界島および徳之島において現世・離水サンゴによる隆

起痕跡調査をそれぞれ行った。また平成25、26、28年

度の掘削調査で得られた静岡県静岡市、高知県南国市、

東洋町、四万十町、黒潮町の地質柱状試料について年代

測定および微化石分析を実施した。また産総研が静岡県

沿岸（浮島ヶ原）と和歌山県沿岸（串本町）で採取した

既存の地質柱状試料について14C 年代測定や微化石分析、

テフラ分析などを実施した。これらの結果から堆積物の

年代や古環境について検討した。このほか、主に富士川

河口周辺地域を対象に、歴史地震の断層モデルとサイク

ルに関する検討を行った。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］南海トラフ、巨大地震、津波、履歴、津

波堆積物、隆起痕跡 

 

［研 究 題 目］西南日本弧におけるアンチモン濃集プロ

セスの解明 

［研究代表者］清水 徹（活断層・火山研究部門） 

［研究担当者］清水 徹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 西南日本弧の中央構造線周辺の深部熱水活動とアンチ

モン鉱床の成因的関連性を明らかにするため、アンチモ

ン熱水鉱床を形成した熱水の化学的特性（温度・塩濃度）

や輝安鉱（Sb2S3）の微量成分を精査する。 

研究計画： 

 赤外光・可視光顕微鏡を用いて、複数の熱水鉱床の輝

安鉱と石英の流体包有物の観察及び加熱・冷却実験を行

う。さらに輝安鉱の微量成分（Au）を測定する。 

年度進捗状況： 

 市之川鉱床（愛媛県）及び日吉鉱床（高知県）におけ

る輝安鉱と石英の初生及び二次包有物を観察し、加熱・

冷却実験を行った。その結果、以下が解った。市之川鉱

床では、石英形成後に約 216 ℃以上の熱水活動があっ

た。輝安鉱は比較的高温（260 ℃以上）の熱水から形

成した。一方、日吉鉱床では、石英形成後に 177 ℃以

上の温度の異なる熱水活動が重複していた。熱水の塩濃

度は 3.5～6.3 wt%（NaCl 相当）であった。その熱水活

動には沸騰現象を伴ったものがあり、沸騰温度及び深度

はそれぞれ約 260 ℃及び約 500 m と見積もられた。日

吉鉱床周辺の山地の平均浸食速度の見積から、その沸騰

を伴う熱水活動は更新世前期〜中期に起きたと推定され

た。日吉鉱床周辺には火成岩が分布していないことから、

その熱水活動は、フィリピン海プレート沈み込みに伴う

スラブ起源水（熱水）の上昇によって生じたと考えられ

た。 

 また、複数の熱水鉱床の輝安鉱に含まれる微量成分

（Au）分析を行った。その結果、鉱床タイプによって、

Au 濃度に明瞭な相違があった。すなわち、エレクトラ

ム（Au-Ag 鉱物）を産出した鉱床の場合、輝安鉱中の

Au 含有量は数百～数千 ppb だったのに対し、エレクト

ラムを産出しなかった鉱床では、同含有量は数 ppb～数

十 ppb だった。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］アンチモン、西南日本弧、熱水、輝安鉱、

石英、流体包有物 
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２．事業組織・本部組織業務 

 平成27年からの産総研第4期中長期計画の開始に伴い、「コンプライアンスの強化」「『橋渡し』のための研究企画」

「知財・標準化、産学連携等の強化」「研究職と事務職の人事の一元的管理と適材適所の配置、人材育成の強化」「広

報活動の強化」に関する組織及び業務体制の見直しを行うとともに、研究支援体制（事業組織）を再編することで、

より一層の業務効率化を図った。 

 

(1) 本部組織・特別の組織 

 平成29年度は業務の効率化及び適正化を図るため、各組織が所掌する業務の調整、名称の変更、組織の設置等を

以下のとおり実施した。 

・研究記録に関する業務を「企画本部 経営改革推進室」から「総務本部 業務推進支援部」へ移管した。 

・産総研の業務全体を見直し、合理的で効率的なものにするために、総務本部に「業務改革推進室」を設置した。 

・生命工学領域下にある「生物資源管理グループ」を廃止し、当該グループが所掌する「動物飼育施設の管理・運

営業務」を環境安全本部 安全管理部下にある「ライフサイエンス実験管理室」へ移管した。 

・平成28年度から活動を開始したオープンイノベーションラボラトリの運営を組織的に支援し、橋渡し機能を強化

するため、企画本部に「OIL 室」を設置した。 

・連携研究室（冠ラボ）の活動支援や、民間企業との大型連携を加速させるために、イノベーション推進本部に

「大型連携推進室」を設置した。 

・従来、コンプライアンス推進本部と法務室で行ってきた「訴訟対応業務」を、法務室に集約化することで、業務

効率化を図った。 

・TIA 推進センターの企画立案機能および総合調整機能をより強化するために、「戦略ユニット」を設置した。 

（組織再編の一覧表は「5．組織編成」に記載） 

 

【本部組織】 

・企画本部 

・コンプライアンス推進本部 

・イノベーション推進本部 

・環境安全本部 

・総務本部 

・評価部 

・監査室 

【特別の組織】 

・TIA 推進センター 

 

＜凡 例＞ 

本部・事業組織名（英語名） 

---------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第×、△△センター 

人 員：常勤職員数（研究職員数） 

概 要：部門概要 

---------------------------------------------------------------------- 

機構図（2018/3/31現在の役職者名） 

---------------------------------------------------------------------- 

××室（英語名） 

（つくば中央第○） 

概要：業務内容 

△△室（英語名） 

（△△センター） 

概要：業務内容 

---------------------------------------------------------------------- 

業務報告データ 
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1）コンプライアンス推進本部 
（Compliance Headquarters） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第1 

人 員：7名（3名） 

概 要： 

 コンプライアンス推進本部は、研究所のコンプライ

アンス推進に関する体制の構築・取組み及び研究ミス

コンダクト（研究成果物等の作成に係るねつ造、改ざ

ん、盗用等）への対応等を行っている。 

平成29年度の主な活動は以下のとおりである。 

 

1．リスク管理及び危機対策の取組み 

（1）コンプライアンス推進委員会（リスク情報報

告会）の開催 

  顕在化したリスク情報を現場から収集し、理

事長及びコンプライアンス推進担当理事等に報

告するためのコンプライアンス推進委員会を原

則毎週開催した。なお、同委員会では、リスク

情報ごとに対処方針を検討するとともに、適宜

現場への指示を行った。 

（2）リスク情報の共有 

  リスク情報を月単位で取りまとめ、研究所内

で定期的に開催されている役員の連絡会議及び

事業所長等の連絡会議において、毎月リスク情

報を共有し、研究所内への周知及び注意喚起を

行った。 

（3）コンプライアンスに関する他機関との連携強

化 

  平成29年12月、国立研究開発法人協議会（国

研協）に参加する27法人におけるリスク管理機

能を向上させること等を目的として、国研協に

「コンプライアンス専門部会」が新設され、設

立の実現に向けて中心的な役割を果たした。ま

た、専門部会長及び事務局を産総研が担い、平

成30年2月に第1回専門部会を開催し、参加法人

のコンプライアンス推進体制及び取組み等につ

いて情報共有、意見交換を行い、参加法人のリ

スク管理機能の向上に貢献した。 

   

2．コンプライアンスの普及啓発活動 

（1）コンプライアンス出張研修の実施 

  e-ラーニング研修に加え、コンプライアンス推

進本部の職員が講師として事業所や地域センター

等に出向く「出張研修」を平成28年度に引き続

き積極的に実施した。出張研修の受講機会を増や

すために、新たに事業所単位での開催及び TV 会

議システムによる中継も行った。また、理解度を

より高めるため、ただ聞くだけではなく考えるこ

とによる気づきを与える等、受講者参加型の構成

とするとともに、最近の所内事例を詳細に紹介す

ることにより、身近に起こったことを教訓として

学ぶことができるリアリティのある内容とした。 

（2）「コンプラ便り」の発行 

  コンプライアンス意識向上を図るため、視覚的

に訴えるポスター形式の「コンプラ便り」（職員

向けレター）を毎月発行し、イントラネット上に

掲載するとともに、全事業所及び全地域センター

に掲示した。 

  産総研経営層がコンプライアンス推進に取り組

んでいることを職員に対して示すために、理事長

直筆のメッセージをコンプラ便りに掲載するとと

もに、出張研修及び所内広報誌でも紹介した。 

 

3．研究ミスコンダクトへの対応及びその防止策 

（1）研究ミスコンダクトへの対応 

  所内規程に基づき、研究者倫理統括者の指揮

の下、研究ミスコンダクト事案に迅速かつ厳正

に対応した。 

（2）剽窃探知オンラインツールの利用促進 

  不正防止の取り組みの一助として、引用・参

考文献の表示漏れ、意図しない自己剽窃等を防

ぐために剽窃探知オンラインツールを研修やイ

ントラ等で周知し、利用の促進を図った。 

（3）研究記録の適切な管理の徹底 

  研究記録の改ざん防止性能を更に高めるとと

もに、管理コスト及び災害等による消失リスク

を低減させるために、全ての研究記録を電子的

に保管・検認するシステムに変更した。 

--------------------------------------------------------------------------- 

構成図（2018/3/31現在） 

［コンプライアンス推進本部］ 

 本部長    中鉢 良治（理事長） 

 副本部長   三木 幸信（副理事長） 

 担当理事   白石 重明 

 担当理事   岡田 武 

 審議役    石井 正一 

 総括企画主幹 重松 一典 

［コンプライアンス推進室］ 

 室長     益子 利和 

--------------------------------------------------------------------------- 

コンプライアンス推進室（Compliance Office） 

概 要： 

 コンプライアンス推進室は、コンプライアンス推進

委員会の事務、研究所のコンプライアンス推進に関す

る体制の構築・取組み及び研究ミスコンダクト（研究

成果物等の作成に係るねつ造、改ざん、盗用等）への

対応等を行っている。 
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2）監査室 
（Audit Office） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第1 

人 員：6名 

概 要： 

 監査室は、（1）①業務の有効性及び効率性、②事

業活動に係る法令等の遵守、③資産の保全、④財務報

告書等の信頼性の実現のため、各業務が適正かつ効率

的に機能しているかモニタリングすることを目的とし

た内部監査業務、（2）研究所の財務内容等の監査を

含む業務の能率的かつ効果的な運営を確保することを

目的とした独立行政法人通則法第19条第4項に基づく

監事の監査業務の支援に関する業務、（3）会計検査

院法（昭和22年4月19日法律第73号）に規定する検査

への対応に関する業務を行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2018/3/31現在） 

 

［監査室］ 

  室  長      菊地 正寛 

総括主幹      真中 民雄 

--------------------------------------------------------------------------- 

平成29年度の主な活動 

内部監査については、監査の必要性の高い特定のテー

マに加え、研究ユニット単位で業務全般について包括的

な監査を実施し、監査を通じて把握・取得した業務の実

態及び客観的データを分析・評価することにより、当該

業務の合規性、有効性、効率性の把握と課題等を抽出し、

監査対象部署等に対しての改善提言等を行い、併せて、

過年度の内部監査における改善提言に対する改善状況の

フォローアップ監査を行った。 

また、監事の監査業務の支援として、監事監査が適正

かつ効率的に行えるよう監事との打合せを十分に行うと

ともに、監査対象部署の事前情報収集、データ作成、日

程調整及び監査記録作成等を行った。 

 会計検査院による検査対応業務については、内部監査

と会計検査院による検査の情報を一元的に管理し、関係

部署との情報共有を十分に行うことにより、適切かつ迅

速な対応を行った。 

 
3）評価部 
（Evaluation Department） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第1 

人 員：10名（8名） 

概 要： 

評価部のミッションは、公正かつ中立的な立場から

研究所の活動が評価されることを通じて、研究所運営

における PDCA サイクルが徹底されるための要の役

割を果たすことである。 

具体的には、外部委員からなる評価委員会等の事務

局として、委員による指摘が、①研究、研究関連及び

その他の業務活動の活性化並びに質的向上と、②経営

層による優れた経営判断とに繋がるよう、効果的かつ

効率的に委員会を運営し、また、③評価結果を公開し

て透明性確保と国民への説明責任を果たすことである。 

平成29年度は、平成28年度から導入した2ステップ

評価を引き続き実施するとともに、外部評価から自己

評価までの一体的実施のために、前年度までの評価プ

ロセスや評価結果を詳細に分析し、プロセスの改善を

行った。 

その上で次の業務を行った。 

１．平成28年度実績の評価 

（1）外部評価 

7領域の研究評価委員会及び研究関連業務評価

委員会による平成28年度の評価結果を報告書と

して公開した。 

（2）自己評価 

平成28年度の自己評価案を取りまとめ、その

妥当性を外部委員からなる自己評価検証委員会で

検証し、その結果を取りまとめた。 

２．平成29年度実績の外部評価 

（1）研究評価委員会 

7領域の研究評価委員会において、平成29年度

の研究成果等の評価を実施した。 

（2）研究関連業務評価委員会 

マーケティング、知財、人材育成等の研究関連

業務及び業務運営の改善・効率化、財務内容の改

善等の業務に関し、平成29年度の評価を実施し

た。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2018/3/31現在） 

 

評価部 部長    （兼）加藤 一実 

次長    秋道 斉 

室長    北川 由紀子、蒲生 昌志 

-------------------------------------------------------------------------- 

評価企画室（Evaluation Planning Office） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

評価に係る業務の企画及び立案並びに総合調整、外

部評価に関する業務（研究評価室の所掌に属するもの

を除く。）、評価に係る業務であって、他の所掌に属し

ないものに関する業務を行う。 

 

研究評価室（Research Evaluation Office） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

外部評価のうち、研究及び研究に関連する業務の評
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価に関する業務を行う。 

--------------------------------------------------------------------------- 

業務報告データ 

 研究評価委員会等 評価報告書 

 

＊産総研公式ホームページから閲覧可能 

（https://unit.aist.go.jp/eval/ci/report.html） 

 

4）企画本部（Planning Headquarters） 
-------------------------------------------------------------------------- 

所在地：東京本部、つくば中央第1 

人 員：78名（35名） 

概 要： 

 企画本部は、理事長を補佐し、研究所の総合的な経

営方針の企画及び立案、研究所の業務の実施に係る総

合調整並びに業務合理化の推進、研究所の広報等に係

る業務を行っている。 

 具体的には、理事長の執務補佐を行うとともに、研

究所の経営企画業務として、経済産業省と密接なコミ

ュニケーションをとりつつ、法人運営全体に係わる企

画調整、経営方針の企画立案、中長期計画及び年度計

画の取りまとめ、研究資源の配分、研究センター・研

究部門の新設及び改廃案の策定、広報業務の企画立案、

研究成果の発信等を行っている。 

 また、国会、経済産業省、総合科学技術・イノベー

ション会議や国立研究開発法人新エネルギー・産業技

術総合開発機構等の外部機関への総括的な対応を担っ

ている。 

-------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2018/3/31現在） 

 

【企画本部】 

   企画本部長   岡田 武 

   企画副本部長  山崎 知巳 

四元 弘毅 

審議役     五十嵐 光教 

           高橋 正春 

牧野 守邦 

髙木 博康 

田村 修 

安富 正 

総括企画主幹  小熊 光晴 

        藤木 弘之 

        嶋田 隆司 

藤井 繁幸 

  【総合企画室】 

室長      亀山 仁彦 

総括企画主幹  佐藤 洋 

【経営改革推進室】 

室長      上原 一彦 

【報道室】 

 室長      佐々木 正広 

【広報サービス室】 

室長      長山 隆久 

【OIL 室】 

室長      佐藤 洋 

【人工知能グローバル研究拠点整備準備室】 

室長      髙木 博康 

-------------------------------------------------------------------------- 

総合企画室 

（General Planning Office） 

概 要： 

 企画本部6室を総括し、研究所の総合的な経営方針

及び研究方針の企画及び立案並びに総合調整に関する

業務を行っている。 

 

経営改革推進室 

（Governance Reform Office） 

概 要： 

 経営改革推進室は、研究所の組織及び人員配置にか

かる基本方針の企画及び立案並びに総合調整、研究所

の経営戦略会議、理事長が参加する外部委員会等への

対応に関する業務を行っている。 

 

報道室 

（Media Relations Office） 

概 要： 

報道室は、広報業務の企画立案及び総合調整、マス

メディアを通じた広報及び取材対応等の業務を行って

いる。 

 

広報サービス室 

（Public Relations Information Office） 

概 要： 

 広報サービス室は、コーポレートアイデンティティ

の活用及び企画・推進、情報ネットワークを用いた研

究成果等の発信、広報誌等刊行物の発行・頒布、映像

及び画像の制作、常設展示施設「サイエンス・スクエ

アつくば」の運営、研究所の公開等の企画・運営、外

部イベントへの出展、見学受入等の業務を行っている。 

 

OIL 室 

（Open Innovation Laboratory Office） 

概 要： 

 OIL 室は、研究所におけるオープンイノベーショ

ンラボラトリ（OIL）の推進に係る制度の整備及び総

合調整、OIL に係る研究及び開発の進捗及び実施状

況の把握に関する業務を行っている。 
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人工知能グローバル研究拠点整備準備室 

（Planning Office for AI Global Open Innovation 

Arena） 

概 要： 

 人工知能グローバル研究拠点整備準備室は、研究所

の人工知能技術に関する最先端の研究開発及び社会実

装を産学官連携で推進するための柏ハブ研究拠点及び

臨海ハブ研究拠点の整備並びに各研究拠点における研

究業務の企画及び立案に関する業務を行っている。 
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1）報道関係 

平成29年度プレス発表件数（所属別） 
所属名 件数 

エネルギー・環境領域 3
太陽光発電研究センター 2
再生可能エネルギー研究センター 1
先進パワーエレクトロニクス研究セン

ター 
1

省エネルギー研究部門 3
環境管理研究部門 2
安全科学研究部門 1
エネルギー化学材料オープンイノベー

ションラボラトリ 
1

創薬基盤研究部門 2
バイオメディカル研究部門 3
生物プロセス研究部門 6
情報・人間工学領域 1
人工知能研究センター 3
情報技術研究部門 1
人間情報研究部門 3
知能システム研究部門 5
材料・化学領域 2
触媒化学融合研究センター 4
ナノチューブ実用化研究センター 5
機能材料コンピュテーショナルデザイ

ン研究センター 
1

機能化学研究部門 1
化学プロセス研究部門 4
ナノ材料研究部門 5
無機機能材料研究部門 2
構造材料研究部門 4
先端オペランド計測技術オープンイノ

ベーションラボラトリ 
4

数理先端材料モデリングオープンイノ

ベーションラボラトリ 
1

日本特殊陶業-産総研ヘルスケア・マテ

リアル連携研究ラボ 
1

矢崎総業-産総研次世代つなぐ技術 連

携研究ラボ 
1

エレクトロニクス・製造領域 1
スピントロニクス研究センター 6
フレキシブルエレクトロニクス研究セン

ター 
5

先進コーティング技術研究センター 1
集積マイクロシステム研究センター 1
ナノエレクトロニクス研究部門 2
電子光技術研究部門 2
製造技術研究部門 4
地質調査総合センター 3
活断層・火山研究部門 5
地圏資源環境研究部門 3
地質情報研究部門 5
工学計測標準研究部門 1
物理計測標準研究部門 8
物質計測標準研究部門 3
分析計測標準研究部門 3
TIA 推進センター 1

所属名 件数 
イノベーション推進本部 3
技術マーケティング室 1
ベンチャー開発・技術移転センター 1
産学官・国際連携推進部 6
九州センター 1

総計 139
（*発表件数は118件。） 

 
  



事業組織・本部組織業務 

(956) 

平成29年度取材対応件数（所属別） 

所属名 件数 
太陽光発電研究センター 13
再生可能エネルギー研究センター 15
先進パワーエレクトロニクス研究センター 1
電池技術研究部門 5
省エネルギー研究部門 5
環境管理研究部門 8
安全科学研究部門 6
創薬分子プロファイリング研究センター 3
創薬基盤研究部門 2
バイオメディカル研究部門 19
生物プロセス研究部門 15
健康工学研究部門 3
情報・人間工学領域 2
自動車ヒューマンファクター研究センター 12
ロボットイノベーション研究センター 13
人工知能研究センター 86
情報技術研究部門 4
人間情報研究部門 26
知能システム研究部門 36
実社会ビッグデータ活用オープンイノベー

ションラボラトリ 
1

パナソニック-産総研先進型 AI 連携研究ラボ 4
触媒化学融合研究センター 5
ナノチューブ実用化研究センター 2
機能材料コンピュテーショナルデザイン研

究センター 
1

磁性粉末冶金研究センター 1
機能化学研究部門 2
化学プロセス研究部門 8
ナノ材料研究部門 3
無機機能材料研究部門 1
構造材料研究部門 2
スピントロニクス研究センター 6
フレキシブルエレクトロニクス研究センター 7
先進コーティング技術研究センター 8
集積マイクロシステム研究センター 1
ナノエレクトロニクス研究部門 8
電子光技術研究部門 3
製造技術研究部門 7
活断層・火山研究部門 144
地圏資源環境研究部門 17
地質情報研究部門 34
計量標準総合センター 4
工学計測標準研究部門 18
物理計測標準研究部門 17
物質計測標準研究部門 2
エネルギー・環境領域研究戦略部 1
生命工学領域研究戦略部 3
情報・人間工学領域研究戦略部 1
人工知能研究戦略部 1
地質情報基盤センター 29
地質調査総合センター研究戦略部 50
計量標準総合センター研究戦略部 3
理事 1
ベンチャー開発・技術移転センター 2

所属名 件数 
イノベーション推進本部 1
情報基盤部 1
企画本部 7
北海道センター 1
東北センター 1
福島再生可能エネルギー研究所 21
臨海副都心センター 3
中部センター 1
関西センター 3
四国センター 1
九州センター 5

総計 716

 

平成29年度マスメディア等報道件数（媒体別） 

媒体名 件数 
新聞 朝日新聞 67

読売新聞 102
毎日新聞 47
産経新聞 44
日本経済新聞 123
日刊工業新聞 356
フジサンケイ ビジネスアイ 27
日経産業新聞 115
化学工業日報 175
科学新聞 65
他 1,007
小計 2,128

雑誌等   127
TV/ 
ラジオ

NHK 50
日本テレビ 5
TBS 5
フジテレビ 7
テレビ朝日 5
他 26
小計 98

WEB 
その他

  2,049

総計 4,402
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2）主催行事等 

平成29年度講演会等実施一覧  

開催日 名称 主催等名称 
産総研と

の関わり 

開催地 
会場都道

府県 
会場名 

1 平成29年4月6日 第179回産学官交流研究会

博多セミナー 
経済産業省九州経済産業

局、産総研 九州センタ

ー、中小企業基盤整備機

構九州本部、九州産業技

術センター、九州ニュー

ビジネス協議会 

共同主催 福岡県  中小企業基盤整

備機構九州本部

2 平成29年4月21日 福井サイト開設1周年記念セ

ミナー 
産総研、福井県、ふくい

産業支援センター 
共同主催 福井県  福井県工業技術

センター  
3 平成29年5月12日 第180回産学官交流研究会

博多セミナー 
経済産業省九州経済産業

局、産総研 九州センタ

ー、中小企業基盤整備機

構九州本部、九州産業技

術センター、九州ニュー

ビジネス協議会 

共同主催 福岡県  中小企業基盤整

備機構九州本部

4 平成29年5月17日 製造技術イノベーション協

議会平成29年度総会・講演

会  

産総研 コンソーシアム

「製造技術イノベーショ

ン協議会」  

主催  福岡県  九経交流プラザ

5 平成29年6月2日 第181回産学官交流研究会

博多セミナー 
経済産業省九州経済産業

局、産総研 九州センタ

ー、中小企業基盤整備機

構九州本部、九州産業技

術センター、九州ニュー

ビジネス協議会 

共同主催 福岡県  中小企業基盤整

備機構九州本部

6 平成29年7月7日 第182回産学官交流研究会

博多セミナー 
経済産業省九州経済産業

局、産総研 九州センタ

ー、中小企業基盤整備機

構九州本部、九州産業技

術センター、九州ニュー

ビジネス協議会 

共同主催 福岡県  中小企業基盤整

備機構九州本部

7 平成29年7月28日 SIP 自動走行システムヒュ

ーマンファクター研究開発

2016年度成果発表シンポジ

ウム  

産総研、筑波大学、慶応

義塾大学、デンソー、東

京都ビジネスサービス 

共同主催 東京都  慶応義塾大学三

田キャンパス 

8 平成29年8月2日 第183回産学官交流研究会

博多セミナー 
経済産業省九州経済産業

局、産総研 九州センタ

ー、中小企業基盤整備機

構九州本部、九州産業技

術センター、九州ニュー

ビジネス協議会 

共同主催 福岡県  中小企業基盤整

備機構九州本部

9 平成29年9月1日 第184回産学官交流研究会

博多セミナー 
経済産業省九州経済産業

局、産総研 九州センタ

ー、中小企業基盤整備機

構九州本部、九州産業技

術センター、九州ニュー

ビジネス協議会 

共同主催 福岡県  中小企業基盤整

備機構九州本部

10 平成29年9月8日 平成29年度 産総研  エネル

ギー・環境シンポジウムシ

リーズ近未来の資源循環社

会の展望 

産総研  主催  東京都  機械振興会館 

11 平成29年9月21日 第25回地質調査総合センタ

ーシンポジウム 
産総研 地質調査総合セ

ンター 
主催  静岡県  静岡県地震防災

センター 



事業組織・本部組織業務 
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開催日 名称 主催等名称 
産総研と

の関わり 

開催地 
会場都道

府県 
会場名 

12 平成29年10月6日 第185回産学官交流研究会

博多セミナー 
経済産業省九州経済産業

局、産総研 九州センタ

ー、中小企業基盤整備機

構九州本部、九州産業技

術センター、九州ニュー

ビジネス協議会 

共同主催 福岡県  中小企業基盤整

備機構九州本部

13 平成29年10月10日 第26回地質調査総合センタ

ーシンポジウム 
産総研 地質調査総合セ

ンター 
主催  東京都  イイノホール＆

カンファレンス

センター 
14 平成29年10月18日 第7回 CSJ 化学フェスタ

2017 特別企画：マルチマ

テリアル化を可能とする構

造接着技術  

産総研 材料・化学領域 主催  東京都  タワーホール船

堀 

15 平成29年10月31日 講演会「ガラスの微細分相

とそれを利用した機能性ガ

ラスの開発」  

産総研 無機機能材料研

究部門 
主催  大阪府  産総研 関西セン

ター 

16 平成29年11月2日 平成29年度 第1回出前シン

ポジウム「プリンテッド・

エレクトロニクスが拓く社

会と産業の将来」  

産総研 九州センター、

九州経済産業局、熊本

県、熊本県工業連合会、

セミコンフォレスト推進

会議、熊本大学、新エネ

ルギー・産業技術総合開

発機構（NEDO）、く

まもと有機エレクトロニ

クス産業促進協議会、九

州半導体・エレクトロニ

クスイノベーション協議

会 

共同主催 熊本県  KKR ホテル熊

本 

17 平成29年11月10日 第186回産学官交流研究会

博多セミナー 
経済産業省九州経済産業

局、産総研 九州センタ

ー、中小企業基盤整備機

構九州本部、九州産業技

術センター、九州ニュー

ビジネス協議会 

共同主催 福岡県  中小企業基盤整

備機構九州本部

18 平成29年11月10日
～ 
平成30年1月19日 

第2回 FlowST シンポジウム

素材産業における「ものづ

くり」の将来像 

産総研 フロー精密合成

コ ン ソ ー シ ア ム

(FlowST) 日本を元気に

する産業技術会議  

主催  東京都  イイノホール＆

カンファレンス

センター 

19 平成29年11月11日
～ 
11月12日 

極限環境生物学会第18回年

会  
極限環境生物学会 主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター 

20 平成29年11月13日 理研－産総研  第3回 量子

技術イノベーションコア

Workshop  

理化学研究所、産総研 共同主催 東京都  秋葉原 UDX 

21 平成29年11月22日 全国版自然由来重金属類デ

ータ整備に向けて  
産総研 地質調査総合セ

ンター 
主催  東京都  TKP 東京駅日本

橋カンファレン

スセンター 
22 平成29年11月30日 エネルギー技術シンポジウ

ム2017  
産総研 エネルギー・環

境領域 省エネルギー研

究部門・創エネルギー研

究部門 

主催  東京都  東京国際交流館

プラザ平成  
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開催日 名称 主催等名称 
産総研と

の関わり 

開催地 
会場都道

府県 
会場名 

23 平成29年12月1日 第187回産学官交流研究会

博多セミナー  
経済産業省九州経済産業

局、産総研 九州センタ

ー、中小企業基盤整備機

構九州本部、九州産業技

術センター、九州ニュー

ビジネス協議会 

共同主催 福岡県  中小企業基盤整

備機構九州本部 

24 平成29年12月8日 第3回電池技術研究部門フォ

ーラム水素社会を見据えた

燃料電池の先進技術開発 

産総研 関西センター  主催  大阪府  コングレコンベ

ンションセンタ

ー 
25 平成29年12月12日 第24回インスペクション技

術研究会講演会 第1回セン

サシステム技術研究会講演

会「IoT 時代に向けたスマ

ートセンシングと標準化」 

産総研 コンソーシアム

「製造技術イノベーショ

ン協議会」インスペクシ

ョン技術研究会、センサ

システム技術研究会 

主催  大分県  ソフィアホール

26 平成29年12月13日 シンポジウム「新材料で構

成する快適建築空間」 
産総研 構造材料研究部

門、環境ハーモニック建

築部材研究会、産総研

コンソーシアム「低炭素

化材料評価システム技術

コンソーシアム」  

共同主催 東京都  グランパークカ

ンファレンス 

27 平成29年12月14日 SMACTIVE マテリアルシ

ンポジウム  
産総研 材料・化学領域 主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター 
28 平成29年12月14日 ミニマルファブビジネスセ

ミナー  
経済産業省九州経済産業

局、産総研 九州センタ

ー、九州地域産業活性化

センター、九州半導体・

エレクトロニクスイノベ

ーション協議会  

共同主催 東京都  東京ビックサイ

ト 

29 平成29年12月15日 第1回トリリオンセンサ・可

視化研究会 講演会「次世代

自動車を拓く革新的構造材

料・可視化・評価」  

産総研 コンソーシアム

「製造技術イノベーショ

ン協議会」トリリオンセ

ンサ・可視化研究会 

主催  福岡県  リファレンス駅

東ビル 

30 平成30年1月15日 MathAM-OIL 第２回企業

連携ワークショップ   
産総研 数理先端材料モ

デリングオープンイノベ

ー シ ョ ン ラ ボ ラ ト リ

（MathAM-OIL）  

主催  東京都  秋葉原コンベン

ションホール 

31 平成30年1月18日 第20回連携大学院産学官交

流セミナー  
産総研 九州センター 主催  佐賀県  産総研 九州セン

ター 
32 平成30年1月26日 第188回産学官交流研究会

博多セミナー 
経済産業省九州経済産業

局、産総研 九州センタ

ー、中小企業基盤整備機

構九州本部、九州産業技

術センター、九州ニュー

ビジネス協議会 

共同主催 福岡県  中小企業基盤整

備機構九州本部

33 平成30年2月1日～ 
2月2日 

2017年度計量標準総合セン

ター成果発表会  
産総研 計量標準総合セ

ンター  
主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター 
34 平成30年2月2日 第189回産学官交流研究会

博多セミナー 
経済産業省九州経済産業

局、産総研 九州センタ

ー、中小企業基盤整備機

構九州本部、九州産業技

術センター、九州ニュー

ビジネス協議会 

共同主催 指定なし  中小企業基盤整

備機構九州本部

35 平成30年2月7日～ 
2月8日 

第6回 CRAVITY シンポジ

ウム  
産総研 ナノエレクトロ

ニクス研究部門  
主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター 



事業組織・本部組織業務 
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開催日 名称 主催等名称 
産総研と

の関わり 

開催地 
会場都道

府県 
会場名 

36 平成30年2月8日 第1回センシング材料研究

会・生物化学プロセス研究

会 合同講演会「IoT 時代

のセンシングとそこから得

られる情報の活用と社会実

装」  

産総研 コンソーシアム

「製造技術イノベーショ

ン協議会」センシング材

料研究会・生物化学プロ

セス研究会 

主催  福岡県  リファレンス駅

東ビル 

37 平成30年2月14日～ 
2月16日 

（nano tech 2018）産総研

「SDGs に貢献する環境調

和材料・プロセス 」  

産総研 材料・化学領域 主催  東京都  東京ビッグサイ

ト 

38 平成30年2月15日 テクノブリッジセミナー

2018 in 福井  
産総研  主催  福井県  福井県工業技術

センター  
39 平成30年2月16日 国際コーティングシンポジ

ウム  
先進コーティングアライ

アンス（産総研 先進コ

ーティング技術研究セン

ター、日本ファインセラ

ミックス協会）  

主催  東京都  イイノホール イ
イノカンファレ

ンスセンター  

40 平成30年2月16日 ナノテクノロジー国際標準

化ワークショップ～ナノテ

クノロジー国際標準化の広

がり～  

産総研 ナノテクノロジ

ー標準化国内審議委員会

主催  東京都  東京ビッグサイ

ト 

41 平成30年3月2日 第190回産学官交流研究会

博多セミナー 
経済産業省九州経済産業

局、産総研 九州センタ

ー、中小企業基盤整備機

構九州本部、九州産業技

術センター、九州ニュー

ビジネス協議会 

共同主催 福岡県  中小企業基盤整

備機構九州本部

42 平成30年3月9日 次世代ナノテクフォーラム

2018新材料創出のための解

析評価  

産総研 関西センター、

産業技術連携推進会議

近畿地域部会 ナノテク

ノロジー分科会 

共同主催 大阪府  千里ライフサイ

エンスセンター

43 平成30年3月12日 Pre-meeting of the 38th 
International Symposium 
on Halogenated Persistent 
Organic Pollutants, Dioxin 
2018 ダイオキシン国際会

議(2018) プレミーティング

in アジア 

産総研 環境管理研究部

門 
主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター 

44 平成30年3月20日 浅層地盤・地質の詳細構造

解明に資する精密物理探査

の現状と課題  

産総研 地質情報研究部

門  
主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター 

45 平成30年3月23日 平成29年度 第1回 産総研

福島再生可能エネルギー研

究所／福島発電共催ワーク

ショップ「太陽光発電シス

テムの保守・運用と関連技

術」 

産総研 再生可能エネル

ギー研究センター 、福

島発電 

共同主催 福島県  南相馬市労働福

祉会館 

46 平成30年3月29日 平成29年度第2回産総研 出
前シンポジウム「プリンテ

ッド・エレクトロニクスが

拓く社会と産業の将来」  

産総研 九州センター 主催  大分県  全労済ソレイユ
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主催行事（共同主催を含む）  

開催日 名称 主催等名称 
産総研 
との関わ

り 

開催地 
会場都道

府県 
会場名 

1 平成29年4月4日～ 
6月4日 

地質標本館2017年春の特別

展「地震・活断層巡回展」

産総研 地質調査総合セ

ンター  
主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター地質標本

館 
2 平成29年4月21日 産総研 福井サイト開設1周

年記念セミナー「技術を社

会へ」  

産総研 福井サイト  主催  福井県  福井県工業技術

センター 

3 平成29年4月22日 科学技術週間特別講演会

「熊本地震断層を掘ってみ

ました 」 

産総研 地質調査総合セ

ンター  
主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター地質標本

館 
4 平成29年5月17日 第54回産総研・新技術セミ

ナー  
産総研 東北センター 主催  宮城県  産総研 仙台青葉

サイト 
5 平成29年5月18日 平成29年度総会/第28回

Clayteamセミナー  
産総研 コンソーシアム

Clayteam 
主催  宮城県  TKPガーデンシ

ティ仙台 
6 平成29年5月26日 GIC29年度総会(28年度報

告総会・29年度総会および

特別講演会)  

産総研 グリーンプロセ

スインキュベーション

コンソーシアム 

主催  宮城県  TKPガーデンシ

ティ仙台 

7 平成29年5月30日 ベンチャー創出セミナー 
「技術を社会へ ベンチャ

ー創出による橋渡し」  

産総研 ベンチャー開

発・技術移転センター 
主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター 

8 平成29年5月30日 平成29年度 福島再生可能

エネルギー研究所 研究成

果報告会 

産総研 福島再生可能エ

ネルギー研究所  
主催  福島県  郡山ビューホテ

ルアネックス  

9 平成29年7月13日 現場保安チェックポイント

集および検索システム説明

会2017  

産総研 安全科学研究部

門 
主催  大阪府 産総研 関西セン

ター 

10 平成29年6月27日 OIML-CS説明会  産総研 計量標準総合セ

ンター 
主催  東京都  経済産業省別館

11 平成29年6月30日 第9回サイエンスカフェ in 
鳥栖 

産総研 九州センター 主催  佐賀県  産総研 九州セン

ター 
12 平成29年7月1日 ビデオ上映会「植物化石か

ら環境を探る」（化石クリ

ーニング体験教室プレイベ

ント） 

産総研 地質情報基盤セ

ンター  
主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター地質標本

館 

13 平成29年7月4日 第1回TIAかけはし成果報

告会 
産総研 TIA推進センタ

ー 
主催  東京都  筑波大学東京キ

ャンパス 
14 平成29年7月11日～ 

10月1日 
地質標本館 夏の特別展

「魅惑の鉱物 」  
産総研 地質情報基盤セ

ンター  
主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター地質標本

館 
15 平成29年7月13日 第55回産総研 ・新技術セ

ミナー 
産総研 東北センター青

葉サイト 
主催  宮城県  産総研 仙台青葉

サイト 
16 平成29年7月14日 GIC29年度第52回研修セミ

ナー  
産総研 グリーンプロセ

スインキュベーション

コンソーシアム 

主催  宮城県 産総研 東北セン

ター 

17 平成29年7月20日 現場保安チェックポイント

集および検索システム説明

会2017  

産総研 コンソーシアム

「製造技術イノベーシ

ョン協議会」トリリオ

ンセンサ・可視化研究

会 

主催  東京都 産総研 臨海副都

心センター 

18 平成29年7月22日 産総研 つくばセンター一

般公開 
産総研 つくばセンター 主催  茨城県 産総研 つくばセ

ンター 
19 平成29年7月22日 地質標本館特別講演会「鉱

物が語る地球の進化」「資

源になる鉱物」 

産総研 地質情報基盤セ

ンタ― 
主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター地質標本

館 
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20 平成29年7月29日 産総研 東北センタ―一般

公開 
産総研 東北センター 主催  宮城県 産総研 東北セン

ター 
21 平成29年7月29日 産総研 福島再生可能エネ

ルギー研究所 一般公開  
産総研 福島再生可能エ

ネルギー研究所  
主催  福島県  産総研 福島再生

可能エネルギー

研究所 
22 平成29年8月2日 産総研 中国センター一般

公開 
産総研 中国センター 主催  広島県  産総研 中国セン

ター 
23 平成29年8月5日 産総研 中部センター一般

公開 
産総研 中部センター 主催  愛知県  産総研 中部セン

ター 
24 平成29年8月5日 産総研 九州センター一般

公開 
産総研 九州センター 主催  佐賀県  産総研 九州セン

ター 
25 平成29年8月5日 産総研 北海道センター一

般公開 
産総研 北海道センター 主催  北海道  産総研 北海道セ

ンター 
26 平成29年8月5日 第6回産総研 サイエンスカ

フェin 関西 
産総研 関西センター 主催  大阪府  池田商工会議所

27 平成29年8月9日 産総研 四国センター一般

公開 
産総研 四国センター 主催  香川県  産総研 四国セン

ター  
28 平成29年8月21日～ 

8月25日 
研究職5daysインターンシ

ップ  
産総研 計量標準総合セ

ンター 
主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター 
29 平成29年8月24日～ 

8月25日 
平成29年度（第13回）九

州・沖縄公設試及び産総研

九州センター研究者合同研

修会  

産総研 九州センター 
九州経済産業局 地域経

済部 産業技術課  

共同主催 長崎県  長崎県工業技術

センター  

30 平成29年8月24日 第29回Clayteamセミナー 産総研 コンソーシアム

Clayteam 
主催  東京都 産総研 臨海副都

心センター  
31 平成29年8月25日 地質標本館 夏休み化石ク

リーニング体験教室2017 
産総研 地質調査総合セ

ンター  
主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター地質標本

館 
32 平成29年8月25日～ 

8月26日 
FESComm 未来エネルギ

ーシステム談話会（第2
回）  

産総研  未来エネルギ

ーシステム談話会

（FESComm）実行委

員会 

主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター 

33 平成29年8月26日 地質標本館 地球なんでも

相談  
産総研 地質調査総合セ

ンター  
主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター地質標本

館 
34 平成29年8月26日 産総研 臨海センター一般

公開 
産総研 臨海副都心セン

ター 
主催  東京都 産総研 臨海副都

心センター 
35 平成29年8月26日 産総研 関西センター一般

公開  
産総研 関西センター 主催  大阪府  産総研 関西セン

ター 
36 平成29年9月1日 医療機器ガイドライン活用

セミナー #15 
日本医療研究開発機構

産総研  
共同主催 東京都  AP東京八重洲通

り 
37 平成29年9月15日 GIC29年度第53回研修セミ

ナー 
産総研 グリーンプロセ

スインキュベーション

コンソーシアム 

主催  茨城県 産総研 つくばセ

ンター 

38 平成29年9月15日 つくば発イノベーション第

35回講演会 
産総研  
常陽銀行 

共同主催 茨城県 常陽つくばビル

39 平成29年9月21日 産業技術総合研究所 新技

術説明会 
科学技術振興機構 
産総研   

共同主催 東京都  JST東京本部別

館 
40 平成29年9月25日 女子大学院生・ポスドクと

産総研 女性研究者との懇

談会 in 名古屋 

産総研 ダイバーシティ

推進室   
主催  愛知県  産総研 中部セン

ター 

41 平成29年9月26日 第3回産総研 ・人間情報研

究部門シンポジウム 
（SHI 2017） 

産総研 情報・人間工学

領域  
主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター 
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42 平成29年9月27日 ICRP/ICRUドラフトレポ

ート「Operational 
Quantities for External 
Radiation Exposure」に関

する勉強会 

産総研 分析計測標準研

究部門 
主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター 

43 平成29年10月2日 第9回TIAシンポジウム

「TIAが生みだすイノベー

ション」 

産総研 TIA推進センタ

ー 
主催  東京都  イイノホール＆

カンファレンス

センター  
44 平成29年10月5日 中国地域産総研 技術セミ

ナー in 鳥取 
（鳥取県産業技術センター

AI、IoT活用ものづくり講

習会） 

産総研 中国センター 
鳥取県産業技術センタ

ー  

共同主催 鳥取県  とりぎん文化会

館 

45 平成29年10月12日 平成29年度第1回KANSEI
““感性”“サロン  

産総研 中国センター 
ちゅうごく産業創造セ

ンター  

共同主催 山口県  山口グランドホ

テル孔雀 

46 平成29年10月13日 医療機器ガイドライン活用

セミナー #16 
日本医療研究開発機構

産総研  
共同主催 東京都  ベルサール八重

洲 
47 平成29年10月13日 ジオ・サロン「日本列島地

殻変動の謎に迫る」  
産総研 地質調査総合セ

ンター  
主催  東京都  ギャラリーキッ

チンKIWI  
48 平成29年10月13日 平成29年度 九州・沖縄 産

業技術オープンイノベーシ

ョンデー  

産総研 九州センター 主催  福岡県  西日本総合展示

場新館 

49 平成29年10月17日～ 
12月27日 

地質標本館 秋の特別展示

「えひめの地質－四国の五

億年－」  

産総研 地質情報基盤セ

ンター 
主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター 地質標本

館  
50 平成29年10月20日～ 

10月21日 
おおさき産業フェア2017 未来産業創造おおさき 主催  宮城県  大崎市古川総合

体育館  
51 平成29年10月24日 あおもり産学官金連携

Day2017  
イノベーション・ネッ

トワークあおもり  
主催  青森県  ホテル青森  

52 平成29年10月24日 中国地域産総研 技術セミ

ナー in 岡山  
産総研 中国センター 
岡山県工業技術センタ

ー  

共同主催 岡山県 メルパルク岡山

53 平成29年10月24日 再生可能エネルギーワーク

ショップ in 東北  
産総研 福島再生可能エ

ネルギー研究所 
主催  岩手県  マリオス  

54 平成29年10月26日～ 
10月27日 

産総研 エネルギー・環境

シンポジウムシリーズ（第

9回メタンハイドレート総

合シンポジウム）  

産総研 メタンハイドレ

ートプロジェクトユニ

ット  

主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター 

55 平成29年10月26日 北陸技術交流テクノフェア

ジョイントイベント「産総

研 サイエンストーク」 

産総研  主催  福井県  福井県中小企業

産業大学校 

56 平成29年11月6日 みずほ証券講演「現在まで

のテクノロジーの動向分析

からみる今後15年の潮流」

産総研  主催  茨城県 産総研 つくばセ

ンター 

57 平成29年11月6日～ 
11月10日 

地質調査研修  産総研 地質人材育成コ

ンソーシアム  
主催  島根県  島根県出雲市長

尾鼻周辺（小伊

津海岸）  
58 平成29年11月6日 人間機械協奏技術コンソー

シアム 第3回公開シンポジ

ウム  

産総研 人間機械協奏技

術コンソーシアム 
主催  東京都  産総研 臨海副都

心センター 

59 平成29年11月9日 第56回産総研 ・新技術セ

ミナー  
産総研 東北センター仙

台青葉サイト 
主催  宮城県  産総研 仙台青葉

サイト 
60 平成29年11月14日 中国地域産総研 技術セミ

ナー in 島根 
産総研 中国センター 
島根県産業技術センタ

ー  

共同主催 島根県  テクノアークし

まね 
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61 平成29年11月16日～ 
11月17日 

産業技術総合研究所 技術

セミナー（山梨県） 
山梨県 
産総研   

共同主催 山梨県  山梨県産業技術

センター ほか3
箇所 

62 平成29年11月16日 第9回 産総研 軽量構造材

料シンポジウム  
産総研 構造材料研究部

門 名古屋国際見本市委

員会  

主催  愛知県  名古屋市中小企

業振興会館 

63 平成29年11月20日～ 
11月21日 

女子大学院生・ポスドクと

産総研 女性研究者との懇

談会 in つくば  

産総研 ダイバーシティ

推進室  
主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター 

64 平成29年11月21日 平成29年度産総研 発ベン

チャーTODAY 「AIST・
NEDO発の技術をビジネス

へ」  

産総研  
日本を元気にする産業

技術会議  

共同主催 東京都  3×3 Lab Future
サロン  

65 平成29年11月21日 中国地域産総研 技術セミ

ナー in 山口 
やまぐちブランド技術研究

会 
廃棄物リサイクル技術分科

会研究発表会  

産総研 中国センター 
山口県産業技術センタ

ー  

共同主催 山口県  山口グランドホ

テル 

66 平成29年11月24日～ 
11月28日 

産総研  総合職5daysイン

ターンシップ「技術マーケ

ティング体験コース」  

産総研 人事部人事室 主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター 

67 平成29年11月28日 産総研 ・東大 先端オペラ

ンド計測技術オープンイノ

ベーションラボラトリ研究

交流会  

産総研  主催  東京都  富士ソフトアキ

バプラザ 

68 平成29年11月30日 エネルギー技術シンポジウ

ム2017「特集 ““低炭素

社会実現にむけた革新エネ

ルギー材料の研究開発””」

産総研 創エネルギー研

究部門 
産総研 省エネルギー研

究部門  

共同主催 東京都 東京国際交流館

プラザ平成 

69 平成29年11月30日～

12月14日 
一橋大学・産総研 イノベ

ーションセミナー  
産総研  
一橋大学 
人間中心設計推進機構 

共同主催 東京都  産総研 東京サテ

ライトオフィス

70 平成29年12月1日 平成29年度 産総研 国際標

準推進戦略／NEDO出口戦

略シンポジウム「つながり

拡がり加速する「来るべき

世界」の出口戦略へ 」 

産総研  
新エネルギー・産業技

術総合開発機構 
モノづくり日本会議 

共同主催 東京都  イイノホール  

71 平成29年12月1日 産総研 東北センター創立

50周年記念シンポジウム 
産総研 東北センター 主催  宮城県  TKPガーデンシ

ティ仙台 
72 平成29年12月7日 第28回GSJシンポジウム 

地圏資源環境研究部門研究

成果報告会  

産総研 地質調査総合セ

ンター 
主催  東京都  秋葉原ダイビル

73 平成29年12月13日～

12月15日 
第30回国際超電導シンポジ

ウム（ISS2017） 
産総研  主催  東京都  イイノホール＆

カンファレンス

センター 
74 平成29年12月14日 ミニマルファブ視察ツアー 九州経済産業局 

産総研 九州センター 
九州地域産業活性化セ

ンター 
九州半導体・エレクト

ロニクスイノベーショ

ン協議会  

共同主催 東京都  東京ビックサイ

ト 

75 平成29年12月16日 第7回産総研 サイエンスカ

フェ in 関西「物質の第4
の状態：液晶」 

産総研 関西センター 主催  大阪府  池田商工会議所
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76 平成29年12月18日 第1回 食・触コンソーシア

ム シンポジウム「未活用

生物資源の高度利用への展

望」 

産総研 生物資源と触媒

技術に基づく食・薬・

材創生コンソーシアム

主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター 

77 平成29年12月19日 第7回次世代フレキシブル

エレクトロニクスシンポジ

ウム 

産総研 フレキシブルエ

レクトロニクス研究セ

ンター 
次世代プリンテッドエ

レクトロニクス技術研

究組合 
産総研 次世代プリンテ

ッドエレクトロニクス

コンソーシアム 

共同主催 東京都  秋葉原コンベン

ションホール  

78 平成29年12月20日 情報・人間工学領域シンポ

ジウム「IoTとセキュリテ

ィ2017」  

産総研 情報・人間工学

領域 
主催  東京都 秋葉原コンベン

ションホール  

79 平成29年12月22日 GIC平成29年度第53回研修

セミナー 
産総研 グリーンプロセ

スインキュベーション

コンソーシアム 

主催  宮城県 産総研 東北セン

ター  

80 平成30年1月10日～ 
2月18日 

地質標本館 冬の特別展

「日本一長い国立研究所の

歴史」  

産総研 地質情報基盤セ

ンタ― 
主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター地質標本

館  
81 平成30年1月12日 第2回 FlowSTシンポジウ

ム素材産業における「もの

づくり」の将来像 

産総研 フロー精密合成

コンソーシアム 
日本を元気にする産業

技術会議  

共同主催 東京都  イイノホール＆

カンファレンス

センター  

82 平成30年1月17日 第57回産総研 ・新技術セ

ミナー  
産総研 東北センター仙

台青葉サイト 
主催  宮城県  産総研 仙台青葉

サイト 
83 平成30年1月20日 ジオ・サロンVol.2「体

験！メタンハイドレート」

産総研 地質調査総合セ

ンター  
主催  東京都  ギャラリーキッ

チンKIWI 
84 平成30年1月24日 NMIJ 国際計量標準シンポ

ジウム 2018「新時代を迎

える計量基本単位」（計測

標準フォーラム第15回講演

会共催） 

産総研 計量標準総合セ

ンター 
主催  東京都  TKP東京駅大手

町カンファレン

スセンター  

85 平成30年1月26日 第10回光ネットワーク超低

エネルギー化技術拠点/第7
回電子光技術 合同シンポ

ジウム 

産総研 光ネットワーク

超低エネルギー化技術

拠点 
電子光技術研究部門  

共同主催 東京都  秋葉原コンベン

ションホール 

86 平成30年1月30日 第18回ガスハイドレート産

業創出イノベーション講演

会（第19回メタンハイドレ

ート研究アライアンス講演

会）   

産総研 メタンハイドレ

ートプロジェクトユニ

ット 

主催  東京都  産総研 臨海副都

心センター 

87 平成30年1月31日 理化学研究所・産業技術総

合研究所 合同シンポジウ

ム  

産総研  
理化学研究所 

共同主催 東京都  日本科学未来館 

88 平成30年1月31日 第3回四国オープンイノベ

ーションワークショップ 
in 高知  

産総研 四国センター 主催  高知県  高知会館 

89 平成30年2月1日 第1回接着・接合研究シン

ポジウム  
産総研 接着・接合技術

コンソーシアム 接着・

界面現象研究ラボ  

主催  東京都  ベルサール秋葉

原  



事業組織・本部組織業務 

(966) 

 

開催日 名称 主催等名称 
産総研 
との関わ

り 

開催地 
会場都道

府県 
会場名 

90 平成30年2月2日 平成29年度 産総研  材
料・化学シンポジウム「21
世紀の化学反応とプロセ

ス」  

産総研  主催  茨城県  つくば国際会議

場 

91 平成30年2月2日 第13回つくばビジネスマッ

チング会 
つくば研究支援センタ

ー 
三井物産 
産総研  

主催  東京都  産総研 臨海副都

心センター 

92 平成30年2月6日～ 
2月7日 

第17回産総研 ・産技連

LS-BT合同発表会  
産総研 産業技術連携推

進会議 ライフサイエン

ス部会 バイオテクノロ

ジー分科会  

主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター 

93 平成30年2月7日 中国地域産総研 技術セミ

ナー in 広島 
産総研 中国センター 
広島県立総合技術研究

所  

共同主催 広島県  広島ガーデンパ

レス 

94 平成30年2月14日 産総研  人工知能研究セン

ター 国際シンポジウム  
産総研 人工知能研究セ

ンター 
主催  東京都  イイノホール 

95 平成30年2月21日 産総研 中国センターシン

ポジウム in 岡山  
産総研 中国センター 主催  岡山県  岡山コンベンシ

ョンセンター 
96 平成30年2月21日 医療機器等ガイドライン活

用セミナー #17 
日本医療研究開発機構

産総研   
共同主催 東京都  フクラシア東京

ステーション 
97 平成30年2月23日 第10回サイエンスカフェ 

in 鳥栖  
産総研 九州センター 主催  佐賀県  産総研 九州セン

ター 
98 平成30年2月27日 平成29年度第2回KANSEI

““感性””サロン  
産総研 中国センター 
ちゅうごく産業創造セ

ンター  

共同主催 広島県  ホテルセンチュ

リー21広島 

99 平成30年2月27日 第2回サイエンスとアート

の広場 
産総研 四国センター 主催  香川県  かがわ国際会議

場 
100 平成30年3月2日 テクノブリッジフェア in 

熊本 
産総研 九州センター 主催  熊本県  グランメッセ熊

本  
101 平成30年3月6日～ 

3月25日 
地質標本館2017年度特別展

「GSJのピカイチ研究」 
産総研 地質調査総合セ

ンター 
主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター地質標本

館 
102 平成30年3月13日 アグリテクノフェア in 北

海道  
産総研  
農業・食品産業技術総

合研究機構  

共同主催 北海道  ホテルエミシア

札幌 

103 平成30年3月17日 サイエンス・スクエア 春
スペ！2018 

産総研 つくばセンター 主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター 
104 平成30年3月23日 第3回トリリオン研究Gセ

ミナー 
第2回トリリオンセンサ・

可視化研究会講演会 

産総研 製造技術研究部

門トリリオンセンサ研

究グループ 

主催  佐賀県  産総研 九州セン

ター 

 

 

 

  



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(967) 

その他参加行事 

 開催日 名称 主催等名称 
産総研と

の関わり 

開催地 
会場都道

府県 
会場名 

1 平成29年4月3日～ 
5月22日 

AIチャレンジコンテスト 人工知能技術戦略会

議、内閣府、文部科学

省  

後援  大阪府  大阪大学コンベ

ンションセンタ

ー 
2 平成29年4月4日～ 

4月5日 
第87回レーザー加工学会講

演会  
レーザー加工学会  共催  東京都  産総研 臨海副

都心センター別

館 
3 平成29年4月5日～ 

4月7日 
第1回映像伝送

EXPO/FOE2017  
リードエグジビション

ジャパン  
出展  東京都  東京ビッグサイ

ト  
4 平成29年4月5日 第45回薄膜・表面物理セミ

ナー「エネルギーハーベス

ティングのための薄膜・表

面技術」  

応用物理学会薄膜・表

面物理分科会 
後援  東京都  産総研 臨海副

都心センター別

館 

5 平成29年4月7日 プロセッシング計算力学分

科会第57回セミナー  
日本塑性加工学会プロ

セッシング計算力学分

科会 

共催  東京都  産総研 臨海副

都心センター別

館 
6 平成29年4月11日 日本学術振興会のナノプロ

ーブテクノロジー第167委
員会第85回研究会 

日本学術振興会ナノプ

ローブテクノロジー第

167委員会  

後援  東京都  産総研 臨海副

都心センター別

館  
7 平成29年4月18日～ 

4月21日 
OPTICS &PHOTONICS 
International Congress 
2017 

OPTICS 
&PHOTONICS 
International 
Congress 2017 

協賛  神奈川県  パシフィコ横浜

8 平成29年4月19日～ 
4月21日 

P-MEC Japan 2017 UBMジャパン株式会社 後援  東京都  東京ビッグサイ

ト 
9 平成29年4月20日 つくばものづくりオーケス

トラ技術展示会in産総研 
つくば市経済部産業振

興課 
協力  茨城県  産総研 つくば

センター 
10 平成29年4月20日～ 

4月22日 
福井の未来に繋がる 産総

研 の先端技術 
ふくい産業支援センタ

ー 
協力  福井県  福井県工業技術

センター 
11 平成29年4月22日～ 

6月4日 
石は地球のワンダー 大阪市自然史博物館 共催  大阪府  大阪市自然史博

物館 
12 平成29年4月28日～ 

6月18日 
第10回地質の日記念展「北

海道のジオサイトに見る化

石」  

地質の日記念展「北海

道のジオサイトに見る

化石」実行委員会  

共催  北海道  北海道大学総合

博物館  

13 平成29年5月1日～ 
1月31日 

地盤材料試験に関する「技

能試験」  
地盤工学会  後援  東京都  地盤工学会 

14 平成29年5月9日～ 
7月11日 

東京電機大学医療機器国際

展開技術者育成講座  
東京電機大学 後援  東京都  東京電機大学東

京千住キャンパ

ス 
15 平成29年5月12日 第13回新産業酵母研究会講

演会 
新産業酵母研究会 後援  東京都  産総研 臨海副

都心センター 
16 平成29年5月17日～ 

5月19日 
第27回西日本食品産業創造

展’17 
日刊工業新聞社西部支

社  
後援  福岡県  マリンメッセ福

岡 
17 平成29年5月17日 大阪大学健康・医療クロス

イノベーション会議「AIメ
ディカルヘルスケアプラッ

トフォーム・プロジェク

ト」キックオフフォーラム

大阪大学大学院医学系

研究科・医学部附属病

院産学連携・クロスイ

ノベーションイニシア

ティブ  

後援  大阪府  阪急グランドビ

ル 

18 平成29年5月18日～ 
5月20日 

ビジネス創造フェアいしか

わ2017  
石川県産業創出支援機

構  
出展  石川県  石川県産業展示

館 
19 平成29年5月19日 板橋製品技術大賞  板橋区産業振興公社  後援  東京都  板橋区産業振興

公社中小企業サ

ポートセンター

20 平成29年5月20日～ 
5月25日 

JpGU-AGU共同大会2017 日本地球惑星科学連合 後援  千葉県  幕張メッセ 



事業組織・本部組織業務 

(968) 

 開催日 名称 主催等名称 
産総研と

の関わり 

開催地 
会場都道

府県 
会場名 

21 平成29年5月22日 第2回次世代の人工知能技

術に関する合同シンポジウ

ム  

情報通信研究機構  共催  大阪府  大阪大学コンベ

ンションセンタ

ー 
22 平成29年5月28日 Frontiers of Nanomaterial 

Characterization 
ナノ材料の産業利用を

支える計測ソリューシ

ョン開発コンソーシア

ム 

後援  東京都  東京国際交流館

プラザ平成 

23 平成29年5月28日～ 
5月31日 

8th International 
Conference on 
Electroceramics 
(ICE2017)  

8th International 
Conference on 
Electroceramics 
(ICE2017)組織委員会 

主催  愛知県  名古屋大学野依

記念学術交流館

24 平成29年6月1日～ 
12月15日 

平成29年度中国地域公設試

験研究機関功績者表彰事業

ちゅうごく産業創造セ

ンター 
後援  広島県  ホテルメルパル

ク広島 
25 平成29年6月1日～ 

6月3日 
New Education Expo 2017
（東京会場） 

New Education Expo 
実行委員会 

出展  東京都  東京ファッショ

ンタウンビル 
26 平成29年6月1日～ 

8月31日 
平成29年度ニュービジネス

助成金に対する後援名義使

用の申請について  

池田泉州銀行  後援  大阪府  池田泉州銀行先

進テクノ本部 

27 平成29年6月2日 生物資源、AI、IoT活用に

向けた連携研究開発による

イノベーション創出 

農林水産省、経済産業

省 
後援  東京都  農林水産省 

28 平成29年6月7日～ 
6月9日 

EXAT2017  EXAT、NICT  出展  奈良県 奈良春日野国際

フォーラム 
29 平成29年6月7日～ 

6月9日 
JPCA Show 2017 日本電子回路工業会 出展  東京都  東京ビッグサイ

ト 
30 平成29年6月8日～ 

6月9日 
サービスロボット開発技術

展2017 
サービスロボット開発

技術展実行委員会 
後援  大阪府  インテックス大

阪 
31 平成29年6月9日 第67回日本電気泳動学会シ

ンポジウム  
日本電気泳動学会 後援  東京都  産総研 臨海副

都心センター別

館 
32 平成29年6月10日 第1回ナノテクノロジーと

メソフェーズ工学国際シン

ポジウム  

ISNME2017組織委員

会  
協賛  大阪府  大阪工業大学梅

田キャンパス 

33 平成29年6月16日～ 
6月17日 

New Education Expo 2017
（大阪会場）  

New Education Expo 
実行委員会 

出展  大阪府  大阪マーチャン

ダイズ・マート

34 平成29年6月20日 第1回結晶成長基礎セミナ

ー  
日本結晶成長学会 後援  東京都  産総研 臨海副

都心センター 
35 平成29年6月29日～ 

11月2日 
第10回「組込み適塾」 組込みシステム産業振

興機構  
共催  大阪府  グランフロント

大阪ナレッジキ

ャピタル、産総

研 東北センタ

ー、東北大学、

名古屋大学、慶

應義塾大学 
36 平成29年7月1日～ 

7月31日 
平成29年度ヒートポンプ・

蓄熱月間 
一般財団法人ヒートポ

ンプ・蓄熱センター 
後援  東京都  大手町パークビ

ルディング 
37 平成29年7月1日～ 

8月31日 
地震・活断層巡回展「2016
年熊本地震 活断層に備え

よう」  

阿蘇火山博物館  後援  熊本県  阿蘇火山博物館

38 平成29年7月3日～ 
7月4日 

第6回JACI/GSC シンポジ

ウム 
新化学技術推進協会  後援  東京都  東京国際フォー

ラム 
39 平成29年7月5日～ 

7月7日 
第12回再生可能エネルギー

世界展示会  
再生可能エネルギー協

議会  
共催  神奈川県  パシフィコ横浜

40 平成29年7月5日～ 
7月7日 

第12回再生可能エネルギー

世界展示会及びAIST-
FREAセッション 

再生可能エネルギー協

議会  
出展  神奈川県  パシフィコ横浜



産 業 技 術 総 合 研 究 所             
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 開催日 名称 主催等名称 
産総研と

の関わり 

開催地 
会場都道

府県 
会場名 

41 平成29年7月6日～ 
平成30年3月6日 

平成29年度多元技術融合光

プロセス研究会研究交流会

光産業技術振興協会 後援  東京都  産総研 臨海副

都心センター 
42 平成29年7月7日 四国マイクロ波プロセス研

究会第16回フォーラム  
四国マイクロ波プロセ

ス研究会  
後援  香川県  e-とぴあ・かが

わBBスクエア

43 平成29年7月7日～ 
9月3日 

生きている大地 岐阜県博物館 共催  岐阜県  岐阜県博物館 

44 平成29年7月7日 産学官交流のつどい  福島県電子機械工業

会、福島県中小企業団

体中央会 

後援  福島県  ザ・セレクトン

福島 

45 平成29年7月7日 IoT、ビッグデータ、AI活
用による価値創造に向けて

関西経済連合会   後援  大阪府  関西経済連合会

46 平成29年7月10～ 
平成30年3月31日 

第7回地域産業支援プログ

ラム表彰事業 
日本立地センター  後援  千葉県  東京YWCA会

館 
47 平成29年7月11日～ 

10月1日 
深海2017 日本放送協会  協力  東京都  国立科学博物館

48 平成29年7月12日 第13回群馬産学官金連携推

進会議  
群馬大学、前橋工科大

学、前橋商工会議所会

頭 

後援  群馬県  前橋商工会議 

所  

49 平成29年7月15日～ 
9月18日 

山へ！展 to the 
mountains 

せたがや文化財団 世田

谷文学館 
協力  東京都  世田谷文学館 

50 平成29年7月15日～ 
8月31日 

第42回企画展「氷河時代の

動物たち－茨城にナウマン

ゾウがいたころ－」  

神栖市歴史民俗資料館 後援  茨城県  神栖市歴史民俗

資料館 

51 平成29年7月16日～ 
7月21日 

第17回極低温検出器に関す

る国際シンポジウム 
LTD-17組織委員会 協賛  福岡県  久留米シティプ

ラザ 
52 平成29年7月16日 学都「仙台・宮城」サイエ

ンスデイ2017  
natural science 共催  宮城県  東北大学川内キ

ャンパス  
53 平成29年7月16日 第12回先天性大脳白質形成

不全症市民公開セミナー 
国立精神神経・医療研

究センター神経研究所

後援  東京都  産総研 臨海副

都心センター 
54 平成29年7月19日 第18回KFC特別講演会  九州ファインセラミッ

クス・テクノフォーラ

ム  

後援  福岡県  九州産業技術セ

ンター 

55 平成29年7月19日～ 
7月20日 

第11回ビジネスマッチング

フェア in Hamamatsu 
2017  

浜松商工会議所 後援  静岡県  アクトシティ浜

松 

56 平成29年7月20日～ 
7月21日 

平成29年度石川イノベーシ

ョン促進セミナー 
石川県工業試験場 共催  石川県  石川県工業試験

場  
57 平成29年7月24日～ 

7月25日 
第46回医用高分子シンポジ

ウム  
高分子学会 後援  東京都  産総研 臨海副

都心センター別

館 
58 平成29年7月24日 平成29年度第１1回次世代

ものづくり技術セミナー 
ひろしまアディティ

ブ・マニュファクチャ

リング研究会 

後援  広島県  サテライトキャ

ンパスひろしま

59 平成29年7月26日 JIEP官能検査システム化

研究会 第9回公開研究会--
-IoT時代における次世代の

検査とは- 

エレクトロニクス実装

学会、官能検査自動化

研究会 

協賛  東京都  回路会館 

60 平成29年7月29日～ 
9月18日 

「パネルで見る2016年熊本

地震－活断層に備えよう」

大阪市自然史博物館  後援  大阪府  大阪市自然史博

物館 
61 平成29年7月30日～ 

8月4日 
国際測地学協会及び国際地

震学・地球内部物理学協会

合同学術総会  

日本地震学会  共催  兵庫県  神戸国際会議場

62 平成29年7月31日 教員のための博物館の日 つくば科学万博記念財

団  
協力  茨城県  つくばエキスポ

センター  
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開催地 
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63 平成29年8月3日～ 
平成30年3月31日 

JVA2018  中小企業基盤整備機構 後援  東京都  虎ノ門ヒルズフ

ォーラム 
64 平成29年8月4日 理研シンポジウム：第10回

「先進ものづくり技術によ

るアナライザーキーコンポ

ーネント開発基盤の構築状

況  

理化学研究所 協賛  埼玉県  理化学研究所和

光研究所 

65 平成29年8月4日～ 
8月20日 

地球の宝石箱 開館20周年

記念特別展 
ミュージアム鉱研 協力  長野県  ミュージアム鉱

研 
66 平成29年8月7日 「機械の日・機械週間」記

念行事  
日本機械学会 後援  東京都  東京大学 

67 平成29年8月7日～ 
8月8日 

日本ゾル－ゲル学会第15回
討論会  

日本ゾルーゲル学会 協賛  大阪府  大阪府立大学I-
siteなんば 

68 平成29年8月22日 かがわ機能性食品等開発シ

ンポジウム 第４回情報交

換・施設見学会  

かがわ産業支援財団  共催  香川県  産総研 四国セ

ンター  

69 平成29年8月22日～ 
9月3日 

パネル展「2016年熊本地震

活断層に備えよう」 
沖縄県立博物館、美術

館  
後援  沖縄県  沖縄県立博物

館・美術館  
70 平成29年8月25日 日本学術振興会新鉱物活用

第111委員会・第652回委員

会  

日本学術振興会第111委
員会  

協力  東京都  産総研 臨海副

都心センター別

館 
71 平成29年8月26日～ 

8月27日 
明治維新150年プレイベン

トSAGAものスゴフェスタ

2017及び佐賀県高校生産業

教育フェア  

佐賀県産業労働部  協力  佐賀県  市村記念体育

館、佐賀城本丸

歴史館、佐賀県

庁 
72 平成29年8月27日 これで防げる学校体育・ス

ポーツ事故  
SafeKidsJapan 後援  千葉県  早稲田大学 

73 平成29年8月28日 第389回講習会「感性指向

の製品開発」  
精密工学会 協賛  東京都  東京理科大学神

楽坂校舎 
74 平成29年8月29日 平成29年度JCII標準化調査

研究成果発表会  
化学研究評価機構  後援  東京都  お茶の水ソラシ

ティセンター 
75 平成29年8月30日 第4回先端計測・分析サマ

ースクール 
筑波大学大学院数理物

質科学研究科、高エネ

ルギー加速器研究機

構、産総研  

共催  茨城県  産総研 つくば

センター 

76 平成29年9月1日～ 
平成30年3月10日 

2017キャンパスベンチャー

グランプリ四国  
キャンパスベンチャー

グランプリ 四国実行委

員会 

後援  香川県  リーガホテルゼ

スト高松 

77 平成29年9月1日～ 
平成30年3月13日 

第10回日本地学オリンピッ

ク グランプリちきゅうに

わくわく2018 

地学オリンピック日本

委員会 
共催  茨城県  筑波学院大学、

筑波研修センタ

ー 
78 平成29年9月1日～ 

平成30年1月31日 
2017キャンパスベンチャー

グランプリ中国  
キャンパスベンチャー

グランプリ 中国実行委

員会 

後援  広島県  リーガロイヤル

ホテル広島 

79 平成29年9月2日～ 
9月24日 

地震・活断層巡回展「2016
年熊本地震 活断層に備え

よう」  

磐梯山噴火記念館  後援  福島県  磐梯山噴火記念

館  

80 平成29年9月5日～ 
9月9日 

第15回全日本学生フォーミ

ュラ大会  
自動車技術会  協賛  静岡県  小笠山総合運動

公園  
81 平成29年9月5日 持続可能な開発目標と科学

技術イノベーション  
科学技術振興機構 後援  東京都  国際連合大学

ウ・タント国際

会議場 
82 平成29年9月6日～ 

9月8日 
JASIS 2017 日本分析機器工業会、

日本科学機器協会  
後援  千葉県  幕張メッセ 
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83 平成29年9月6日～ 
9月8日 

JASIS 2017 日本分析機器工業会、

日本科学機器協会  
出展  千葉県  幕張メッセ 

84 平成29年9月11日～ 
9月12日 

平成29年度産業創出講演会 ちゅうごく産業創造セ

ンター  
後援  岡山県  メルパルク岡山

85 平成29年9月12日 「自動車開発における人間

工学の理論と実践」  
自動車技術会 協賛  東京都  産総研 臨海副

都心センター 
86 平成29年9月12日～ 

9月13日 
4th CCPS Global Summit 
on Process Safety  

安全工学会、岡山大学

耐災安全・安心センタ

ー  

後援  岡山県  岡山コンベンシ

ョンセンター 

87 平成29年9月13日 第4回大阪大学 健康・医

療クロスイノベーションフ

ォーラム 

大阪大学大学院医学系

研究科・医学部附属病

院産学連携・クロスイ

ノベーションイニシア

ティブ  

後援  大阪府  ナレッジシアタ

ー 

88 平成29年9月13日 広島市立大学産学連携研究

発表会2017 
広島市立大学 後援  広島県  合人社ウェンデ

ィひと・まちプ

ラザ 
89 平成29年9月17日 ETソフトウェアデザイン

ロボットコンテスト2017 
関西地区大会 

ETソフトウェアデザイ

ンロボットコンテスト

関西地区実行委員会 

後援  京都府  京都コンピュー

タ学院京都駅前

校  
90 平成29年9月18日～ 

9月21日 
The international 
Conference on Indoor 
Positioning and Indoor 
Navigation(IPIN2017)  

IPIN2017 後援  北海道  北海道大学 

91 平成29年9月26日 NEDOフォーラム2017 in
兵庫 

新エネルギー・産業技

術総合開発機構 
後援  兵庫県  神戸商工会議所

会館 
92 平成29年9月27日～ 

9月29日 
第60回放射線化学討論会 日本放射線化学会 共催  茨城県  産総研 つくば

センター 
93 平成29年9月27日～ 

9月29日 
国際福祉機器展 保健福祉広報協会  出展  東京都  東京ビッグサイ

ト 
94 平成29年9月27日 ものづくり補助事業成果発

表・ビジネスマッチング会

茨城県地域事務局、茨

城県中小企業団体中央

会  

後援  茨城県  つくばカピオ 

95 平成29年10月1日～ 
10月3日 

科学技術と人類の未来に関

する国際フォーラム第14回
年次総会  

STSフォーラム 後援  京都府  国立京都国際会

館 

96 平成29年10月1日～ 
1月30日 

NEDO Technology 
Startup Supporters 
Academy  

新エネルギー・産業技

術総合開発機構  
後援  神奈川県  新エネルギー・

産業技術総合開

発機構川崎本部

97 平成29年10月3日～ 
10月6日 

CEATEC JAPAN 2017  CEATEC JAPAN実施

協議会、電子情報技術

産業協会、情報通信ネ

ットワーク産業協会、

コンピュータソフトウ

ェア協会 

出展  千葉県  幕張ﾒｯｾ  

98 平成29年10月4日～ 
10月6日 

アグリビジネス創出フェア

2017 
農林水産省 後援  東京都  東京国際展示場

99 平成29年10月6日 2016年度微古生物学リファ

レンスセンター研究集会・

放散虫研究集会 合同山形

大会 

2016年度微古生物学リ

ファレンスセンター研

究集会・放散虫研究集

会 合同山形大会実行

委員会  

共催  山形県  山形大学小白川

キャンパス  

100 平成29年10月6日 NEDOフォーラム2017in山
形  

新エネルギー・産業技

術総合開発機構  
後援  山形県  山形大学有機材

料システムフロ

ンティアセンタ

ー 
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101 平成29年10月6日～ 
10月7日 

2017さかきモノづくり展 さかきテクノセンター 後援  長野県  坂城テクノセン

ター 
102 平成29年10月7日～ 

10月29日 
地震・活断層巡回展「2016
年熊本地震 活断層に備え

よう」  

雲仙岳災害記念館 後援  長崎県  雲仙岳災害記念

館 

103 平成29年10月7日～ 
12月3日 

第55回企画展ぐんまの景観

がこんなにも素晴らしい5
つの理由  

群馬県立自然史博物館 後援  群馬県  群馬県立自然史

博物館  

104 平成29年10月10日 つくばものづくりオーケス

トラ技術展示会 in 産総研

つくばものづくりオー

ケストラ 
協力  茨城県  産総研 つくば

センター 
105 平成29年10月11日 標準化と品質管理全国大会

2017  
日本規格協会 後援  東京都  都市センターホ

テル 
106 平成29年10月11日～

10月13日 
BioJapan2017/再生医療

JAPAN2017  
BioJapan組織委員会 後援  神奈川県  パシフィコ横浜

107 平成29年10月11日～

10月13日 
BioJapan2017 World 
Business Forum   

BioJapan組織委員会 出展  神奈川県  パシフィコ横浜

108 平成29年10月11日～

10月13日 
粉体工業展大阪2017  日本粉体工業技術協会 後援  大阪府  インテックス大

阪 
109 平成29年10月11日～

10月13日 
エコテクノ2017～地球環境

ソリューション展/エネルギ

ー先端技術展  

北九州観光コンベンシ

ョン協会  
後援  福岡県  西日本総合展示

場  

110 平成29年10月13日～

10月15日 
いきいき健康・福祉フェア

2017  
いきいき健康・福祉フ

ェア2017実行委員会  
後援  北海道  アクセスサッポ

ロ 
111 平成29年10月14日 地球史研究所開設記念行事

オープニング・フェスタin
吉井 

特定非営利活動法人地

球年代学ネットワーク

後援  岡山県  赤磐市吉井会館

112 平成29年10月15日 地球史研究所開設記念行事

オープニング記念国際会議

in岡山 

特定非営利活動法人地

球年代学ネットワーク

後援  岡山県  岡山国際交流セ

ンター 

113 平成29年10月15日 学都仙台・宮城「サイエン

スデイin多賀城」  
産総研 東北センター 出展  宮城県  多賀城市中央公

民館 
114 平成29年10月16日 第14回圧電MEMS研究会 圧電MEMS研究会 共催  東京都  産総研 臨海副

都心センター 
115 平成29年10月17日～

10月19日 
第7回CSJ化学フェスタ

2017  
日本化学会  後援  東京都  船堀タワーホー

ル 
116 平成29年10月17日～

10月20日 
日本地熱学会平成29年度学

術講演会 
日本地熱学会 協賛  北海道  函館アリーナ 

117 平成29年10月18日～

10月20日 
モノづくりフェア2017 日刊工業新聞社西部支

社  
後援  福岡県  マリンメッセ福

岡 
118 平成29年10月18日～

10月20日 
びわ湖環境ビジネスメッセ

2017  
びわ湖環境ビジネスメ

ッセ実行委員会  
後援  滋賀県  長浜バイオ大学

ドーム 
119 平成29年10月18日 SIPリグニン 2017公開シ

ンポジウム＆展示会 材料

利用を可能とするリグニン

の正体 

SIPリグニン、森林研

究・整備機構 森林総合

研究所 

共催  東京都  三会堂ビル 

120 平成29年10月20日 エンジニアリングシンポジ

ウム2017  
エンジニアリング協会 協賛  東京都  日本都市センタ

ー会館 
121 平成29年10月20日～

11月15日 
長野県における航空機産業

拡大フォーラム  
諏訪圏ものづくり推進

機構 
後援  長野県  茅野市民館 

122 平成29年10月21日～

10月22日 
2017つくば産業フェア＆つ

くば農産物フェア  
つくば市、つくば市商

工会  
協力  茨城県  つくばカピオ 

123 平成29年10月21日 桜翔クラブ発足記念同窓会 桜翔クラブ 後援  東京都  椿山荘ホテル 
124 平成29年10月25日 茨城県研究開発支援型企業

技術展示会in産総研 2017 
茨城県 協力  茨城県  産総研 つくば

センター 
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125 平成29年10月26日～

10月27日 
北陸技術交流テクノフェア

2017 
技術交流テクノフェア

実行委員会 
後援  福井県  福井県産業会館

126 平成29年10月26日～

10月28日 
防災・福祉・健康産業フェ

ア 2017 in はままつ 
防災・福祉・健康産業

フェア in はままつ実

行委員会 

出展  静岡県  浜松市総合産業

展示館  

127 平成29年10月26日～

10月27日 
第15回糖鎖科学コンソーシ

アムシンポジウム  
日本糖鎖科学コンソー

シアム  
後援  福岡県  九州大学百年講

堂 
128 平成29年10月27日 NEDOフォーラム2017 in 

長野 
新エネルギー・産業技

術総合開発機構  
後援  長野県  信州大学国際科

学イノベーショ

ンセンター 
129 平成29年10月30日 近畿大学工学部研究公開フ

ォーラム2017  
近畿大学工学部、近畿

大学次世代基盤技術研

究所、近畿大学大学院

システム工学研究科、

近畿大学工学部産学官

連携推進協力会  

後援  広島県  ホテルメルパル

ク広島 

130 平成29年11月2日 平成29年度広島県立総合技

術研究所東部工業技術セン

ター成果発表会「化学技術

のイノベーションを覗いて

みよう！」 

広島県立総合技術研究

所東部工業技術センタ

ー  

出展  広島県  広島県立総合技

術研究所東部工

業技術センター

131 平成29年11月3日～ 
11月4日 

あいち少年少女創意くふう

展2017 
あいち少年少女創意く

ふう展 
後援  愛知県  トヨタ産業技術

記念館 
132 平成29年11月3日～ 

11月26日 
2016年熊本地震 活断層に

備えよう  
立山カルデラ砂防博物

館 
後援  富山県  立山カルデラ砂

防博物館 
133 平成29年11月4日～ 

11月5日 
筑波大学学園祭 筑波大学学園祭実行委

員会 
協力  茨城県  筑波大学  

134 平成29年11月7日～ 
11月9日 

第38回日本熱物性シンポジ

ウム 
日本熱物性学会 後援  茨城県  産総研 つくば

センター 
135 平成29年11月7日 つくば国際戦略総合特区プ

ロジェクト成果発表会  
つくばグローバル・イ

ノベーション推進機構 
後援  茨城県  つくばカピオホ

ール 
136 平成29年11月7日～ 

11月9日 
2017日米亜医療機器イノベ

ーションフォーラム沖縄 
日米亜医療機器イノベ

ーションフォーラム沖

縄実行委員会  

後援  沖縄県  琉球大学 

137 平成29年11月8日～ 
11月9日 

第6回ふくしま復興 再生可

能エネルギー産業フェア

2017  

福島県産業振興センタ

ーエネルギー・エージ

ェンシーふくしま  

出展  福島県  ビッグパレット

ふくしま 

138 平成29年11月8日～ 
11月9日 

ビジネス・エンカレッジ・

フェア2017 
池田泉州銀行  後援  大阪府  マイドームおお

さか 
139 平成29年11月8日 四国食品健康フォーラム

2017 
四国産業・技術振興セ

ンター  
後援  香川県  レクザムホール

140 平成29年11月8日 第26回日本NCSLI技術フ

ォーラム  
日本NCSLI  後援  東京都  大田区産業プラ

ザpio 
141 平成29年11月8日～ 

11月9日 
BIZ SAITAMA さいたま市

産業交流展2017 
さいたま市産業交流展

実行委員会 
協力  埼玉県  ソニックシティ

142 平成29年11月9日～ 
11月10日 

ビジネスEXPO「第31回北

海道技術・ビジネス交流

会」 

北海道技術・ビジネス

交流会実行委員会 
後援  北海道  アクセスサッポ

ロ 

143 平成29年11月10日 第26回わかやまテクノ・ビ

ジネスフェアわかやま発技

術シーズ発表会  

わかやま産業振興財団 後援  和歌山県  ホテルアバロー

ム紀の国 

144 平成29年11月12日～

11月17日 
第27回太陽光発電国際会議 第27回太陽光発電国際

会議組織委員会  
後援  滋賀県  びわ湖大津プリ

ンスホテル 
145 平成29年11月15日～

11月17日 
J-DESCコアスクール・ロ

ギング基礎コース 
日本地球掘削科学コン

ソーシアム  
共催  茨城県  筑波大学  



事業組織・本部組織業務 

(974) 

 開催日 名称 主催等名称 
産総研と

の関わり 

開催地 
会場都道

府県 
会場名 

146 平成29年11月15日～

11月17日 
新価値創造展2017 中小企業基盤整備機構 後援  東京都  東京ビッグサイ

ト 
147 平成29年11月16日 Photonics creating the 

future!  
デンマーク大使館  後援  東京都  東京国際フォー

ラム 
148 平成29年11月16日～

11月17日 
日本セラミックス協会資

源・環境関連材料部会見学

会「日本遺産（日本磁器の

ふるさと肥前）の陶磁器製

造技術に触れる」 

日本セラミックス協会

資源・環境関連材料部

会 

協賛  佐賀県  香蘭社、泉山磁

石場等 

149 平成29年11月16日 第2回サービス標準化フォ

ーラム 
日本規格協会 後援  東京都  日本橋三井ホー

ル 
150 平成29年11月17日 第14回新産業酵母研究会講

演会 
新産業酵母研究会 後援  東京都  産総研 臨海副

都心センター 
151 平成29年11月18日～

11月19日 
つくば科学フェスティバル

2017  
産総研 （広報サービス

室） 
出展  茨城県  つくばカピオ 

152 平成29年11月19日 地層と化石の観察会－霞ヶ

浦周辺の化石産地を訪ねて

国立科学博物館 共催  茨城県  茨城県かすみが

うら市、土浦

市、阿見市、行

方市周辺 
153 平成29年11月19日 フードビジョンサミット

TSUKUBA2017＆フード

ベースマーケット

TSUKUBA2017 

フードビジョンサミッ

ト実行委員会 
後援  茨城県  イーアスつくば

154 平成29年11月20日～

11月22日 
INCHEN TOKYO 2017 日本能率協会 協賛  東京都  東京ビッグサイ

ト 
155 平成29年11月20日 SICE産業応用部門2017年

度大会   
計測自動制御学会産業

応用部門 
共催  東京都  産総研 臨海副

都心センター 
156 平成29年11月21日 17-3印刷・情報・電子用材

料研究会および2017年度第

3回ナノインプリント技術

研究会 

高分子学会 後援  東京都  産総研 臨海副

都心センター 

157 平成29年11月21日 NEDO フォーラム in 
2017 

新エネルギー・産業技

術総合開発機構  
共催  熊本県  KKRホテル熊

本 
158 平成29年11月22日 第3回キャタリストインフ

ォマティクスシンポジウム

－動き出した触媒開発と人

工知能の融合研究－  

産総研、理化学研究

所、北海道大学、物

質・材料研究機構  

共催  東京都  イイノカンファ

レンスセンター

159 平成29年11月22日～

11月23日 
ロボットフェスタふくしま

2017・航空宇宙フェスタふ

くしま2017  

福島県 後援  福島県  ビッグパレット

ふくしま 

160 平成29年11月24日～

11月26日 
サイエンスアゴラ2017 科学技術振興機構 共催  東京都  テレコムセンタ

ー 
161 平成29年11月27日 平成29年度第2回次世代も

のづくり技術セミナー 
ひろしまアディティ

ブ・マニュファクチャ

リング研究会 

後援  広島県  東広島市市民文

化センター 

162 平成29年11月28日 中四国環境ビジネスネット

フォーラム2017  
岡山県産業振興財団 後援  岡山県  岡山コンベンシ

ョンセンター 

ママカリフォー

ラム 
163 平成29年11月29日～

12月1日 
モノづくりマッチング

japan2017 3D造形技術展 
日刊工業新聞社  協賛  東京都  東京ビッグサイ

ト 
164 平成29年11月29日～

12月2日 
国際ロボット展 日本ロボット工業会 出展  東京都  東京ビッグサイ

ト 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(975) 

 開催日 名称 主催等名称 
産総研と

の関わり 

開催地 
会場都道

府県 
会場名 

165 平成29年11月29日～

12月1日 
システムコントロールフェ

ア/計測展2017TOKYO  
日本電機工業会、日本

電気制御機器工業会、

日本電気計測機器工業

会 

協賛  東京都  東京ビッグサイ

ト 

166 平成29年12月4日～ 
12月8日 

第43回(（2017年)）感覚代

行シンポジウム、および併

催研究会 

感覚代行研究会 共催  東京都  産総研 臨海副

都心センター別

館 
167 平成29年12月6日～ 

12月7日 
第39回風力エネルギー利用

シンポジウム  
日本風力エネルギー学

会  
後援  東京都  科学技術館サイ

エンスホール 
168 平成29年12月7日 精密工学会中国四国支部

（香川地区）講習会  
精密工学会中国四国支

部 
共催  香川県  産総研 四国セ

ンター  
169 平成29年12月11日～

12月12日 
2017ポストペタスケールシ

ステムソフトウェアに関す

るJST CREST 国際シンポ

ジウム 

科学技術振興機構戦略

的創造研究推進事業

CREST 

後援  東京都  秋葉原コンベン

ションホール 

170 平成29年12月12日 第2回EUV-FELワークショ

ップ  
EUV-FEL光源産業化研

究会、高エネルギー加

速器研究機構  

共催  東京都  中央大学駿河台

記念館 

171 平成29年12月13日 第392回講習会第25回最先

端の研究室（工場）めぐり

精密工学会  協賛  茨城県  日立ハイテクノ

ロジーズ那珂地

区 
172 平成29年12月14日～

12月15日 
未来2018 日本総合研究所 協賛  大阪府  リーガロイヤル

ホテル大阪 
173 平成29年12月15日 サイエンス＆イノベーショ

ンフォーラム in Fukuoka 
内閣府、福岡市、九州

大学、理化学研究所、

九州先端科学技術研究

所  

後援  福岡県  電気ビルみらい

ホール 

174 平成29年12月15日 グリーン・イノベーション

研究成果企業化促進フォー

ラム  

関西広域連合  後援  大阪府  ナレッジキャピ

夕ルコングレコ

ンベンションセ

ンター 
175 平成29年12月16日 平成29年度福島大学研究・

地域連携成果報告会 
福島大学  後援  福島県  会津ワシントン

ホテル 
176 平成29年12月19日～

12月20日 
第26回微粒化シンポジウム 日本液体微粒化学会  後援  東京都  産総研 臨海副

都心センター別

館 
177 平成29年12月19日 IoTワークショップコンテ

スト「WINK2017」 
WINK2017実行委員会 協賛  大阪府  グランフロント

大阪タワーC 
178 平成29年12月20日～

12月22日 
第18回計測自動制御学会シ

ステムインテグレーション

部門講演会 

第18回システムインテ

グレーション部門講演

会実行委員会  

協賛  宮城県  仙台国際センタ

ー 

179 平成29年12月26日 平成29年度再生可能エネル

ギー関連産業の成長を牽引

する中核的専門人材の養成

成果報告会  

福島大学地域創造支援

センター 
後援  福島県  郡山市民交流プ

ラザ 

180 平成30年1月18日 第16回高分子ナノテクノロ

ジー研究会講座 
高分子学会  協賛  東京都  産総研 臨海副

都心センター別

館 
181 平成30年1月18日 産学官金連携フェア 2018 

みやぎ  
みやぎ産業振興機構  共催  宮城県  仙台国際センタ

ー 
182 平成30年1月18日 福岡大学新春産学官技術交

流会2018 
福岡大学  後援  福岡県  福岡大学 

183 平成30年1月19日 理研シンポジウム第10回：

技能継承フォーラム「もの

づくり技能継承の現状と展

望」 

理化学研究所  協賛  埼玉県  理化学研究所和

光研究所 



事業組織・本部組織業務 

(976) 

 開催日 名称 主催等名称 
産総研と

の関わり 

開催地 
会場都道

府県 
会場名 

184 平成30年1月20日 企画展「2016年熊本地震 

活断層に備えよう」  
中津川市鉱物博物館  後援  岐阜県  中津川市鉱物博

物館 
185 平成30年1月22日 シンポジウム「物理探査を

維持管理や防災にどう活か

すのか」 

土木研究所 後援  茨城県  土木研究所つく

ば中央研究所 

186 平成30年1月24日 かがわ糖質バイオフォーラ

ム第10回シンポジウム  
かがわ産業支援財団  後援  香川県  かがわ国際会議

場 
187 平成30年1月24日 JIEP官能検査システム化

研究会第10回公開研究会 
エレクトロニクス実装

学会、官能検査自動化

研究会 

協賛  東京都  回路会館 

188 平成30年1月26日 つくば医工連携フォーラム

2018  
つくば医工連携フォー

ラム  
後援  茨城県  産総研 つくば

センター 
189 平成30年2月1日 いばらき対日投資セミナー 茨城県  後援  東京都  秋葉原UDX  
190 平成30年2月1日 平成29年度第3回次世代も

のづくり技術セミナー  
ひろしまアディティ

ブ・マニュファクチャ

リング研究会 

後援  広島県  東広島芸術文化

ホールくらら 

191 平成30年2月1日 第2回J-TECH STARTUP 
SUMMIT 

TXアントレプレナーパ

ートナーズ  
後援  東京都  霞が関プラザホ

ール 
192 平成30年2月2日 第7回全国組込み産業フォ

ーラムおよび地域連携セミ

ナー  

組込みシステム産業振

興機構   
共催  熊本県  崇城大学池田キ

ャンパス 

193 平成30年2月8日 SATテクノロジー・ショー

ケース2018  
茨城県科学技術振興財

団 
共催  茨城県  つくば国際会議

場 
194 平成30年2月8日 福島県水素利用シンポジウ

ム2018inなみえ 
福島県  後援  福島県  浪江町地域スポ

ーツセンター 
195 平成30年2月9日 第8回次世代ユビキタス・

パワーエレクトロニクスの

ための信頼性科学ワークシ

ョップ  

北九州市環境エレクト

ロニクス研究所 
後援  福岡県  北九州学術研究

都市 

196 平成30年2月9日 平成29年度関西支部セミナ

ー  
日本表面科学会関西支

部  
共催  大阪府  産総研 関西セ

ンター  
197 平成30年2月14日～ 

2月16日 
nano tech 2018第17回国際

ナノテクノロジー総合展・

技術会議  

nano tech 実行委員会  後援  東京都  東京国際展示場

東 

198 平成30年2月15日～ 
2月16日 

京都産学公連携フォーラム

2018  
京都工業会  後援  京都府  京都パルスブラ

ザ 
199 平成30年2月15日 平成29年度先導技術交流会

シンポジウム 
研究産業・産業技術振

興協会  
後援  東京都  機械振興会館 

200 平成30年2月16日 化学物質の安全管理に関す

るシンポジウム－多種多様

な化学物質群への新たなリ

スク管理の方向性－ 

化学物質の安全管理に

関するシンポジウム実

行委員会 

共催  東京都  中央合同庁舎第

8号館 

201 平成30年2月16日 先端加工技術講演会「中小

企業で活用できるIoT技術

の最前線」 

先端加工機械技術振興

協会  
後援  東京都  霞山会館 

202 平成30年2月17日 日本第四紀学会主催シンポ

ジウム「改めて問う “縄文

海進”とは何か？」 

日本第四紀学会  共催  東京都  明治大学駿河台

キャンパス 

203 平成30年2月20日 めぶき ものづくり企業フ

ォーラム2018技術商談会 
常陽銀行 後援  茨城県  つくば国際会議

場 
204 平成30年2月21日 第12回企業情報交換会inい

ちのせき 
岩手県南技術研究セン

ター  
後援  岩手県  一関市総合体育

館 
205 平成30年2月27日 出張授業、平成29年度「サ

イエンスＱQ」収録  
筑波研究学園都市交流

協議会 
主催  茨城県  つくば市立桜学

園栗原小学校 
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 開催日 名称 主催等名称 
産総研と

の関わり 

開催地 
会場都道

府県 
会場名 

206 平成30年2月28日～ 
3月2日 

スマートエネルギー

WEEK2018  
リードエグジビション

ジャパン 
出展  東京都  東京ビッグサイ

ト 
207 平成30年3月2日 くまもと産業復興支援プロ

ジェクトフォーラム2018 
熊本大学、熊本地方

COC+推進協議会  
共催  熊本県  グランメッセ熊

本 
208 平成30年3月2日～ 

3月4日 
2017年度微古生物学リファ

レンスセンター研究集会 
2017年度微古生物学リ

ファレンスセンター研

究集会 大会実行委員会

共催  茨城県  産総研 つくば

センター 

209 平成30年3月3日～ 
5月27日 

平成29年度春の展示「とこ

ろ変われば備えも変わる  
あなたの街と自然災害」 

千葉県立中央博物館  後援  千葉県  千葉県立中央博

物館 

210 平成30年3月8日～ 
3月11日 

J-DESC コアスクール・コ

ア解析基礎コース  
日本地球掘削科学コン

ソーシアム  
共催  高知県  高知大学高知コ

アセンター 
211 平成30年3月10日～ 

3月11日 
サービス学会第6回国内大

会 
サービス学会  後援  東京都  明治大学駿河台

キャンパス 
212 平成30年3月10日～ 

4月15日 
地震・活断層巡回展「2016
年熊本地震 活断層に備え

よう」 

糸魚川市教育委員会文

化振興課  
後援  新潟県  フォッサマグナ

ミュージアム 

213 平成30年3月14日～ 
3月16日 

「災害の軽減に貢献するた

めの地震火山観測研究計

画」平成29年度成果報告シ

ンポジウム  

災害の軽減に貢献する

ための地震火山観測研

究計画成果報告シンポ

ジウム実行委員会  

後援  東京都  東京大学 

214 平成30年3月17日～ 
5月27日 

島根県立三瓶自然館春期企

画展「火山のチカラ」 
しまね自然と環境財団 後援  島根県  島根県立三瓶自

然館別館 
215 平成30年3月22日～ 

3月24日 
Japan Drone 2018 日本UAS 産業振興協議

会 
後援  千葉県 幕張メッセ 
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3）見  学 

平成29年度見学視察対応件数（所属別） 
所属名 件数 

創エネルギー研究部門 40
電池技術研究部門 20
省エネルギー研究部門 36
環境管理研究部門 27
安全科学研究部門 8
太陽光発電研究センター 11
再生可能エネルギー研究センター 137
先進パワーエレクトロニクス研究センター 13
創薬基盤研究部門 14
バイオメディカル研究部門 38
健康工学研究部門 12
生物プロセス研究部門 51
創薬分子プロファイリングセンター 20
情報技術研究部門 15
人間情報研究部門 62
知能システム研究部門 44
自動車ヒューマンファクター研究センター 25
ロボットイノベーション研究センター 36
人工知能研究センター 81
機能化学研究部門 12
化学プロセス研究部門 37
ナノ材料研究部門 29
無機機能材料研究部門 11
構造材料研究部門 6
触媒化学融合研究センター 19
ナノチューブ実用化研究センター 15
機能材料コンピュテーショナルデザイン研

究センター 
4

磁性粉末冶金研究センター 2
ナノエレクトロニクス研究部門 97
電子光技術研究部門 26
製造技術研究部門 25
スピントロニクス研究センター 5
フレキシブルエレクトロニクス研究センタ

ー 
15

先進コーティング技術研究センター 10
集積マイクロシステム研究センター 8
活断層・火山研究部門 15
地圏資源環境研究部門 17
地質情報研究部門 24
地質情報基盤センター 366
工学計測標準研究部門 58
物理計測標準研究部門 47
物質計測標準研究部門 31
分析計測標準研究部門 27
計量標準普及センター 27
エネルギー・環境領域 25
生命工学領域 11
情報・人間工学領域 34
材料・化学領域 13
エレクトロニクス・製造領域 12
地質調査総合センター 29
計量標準総合センター 12
役員 74

所属名 件数 
フェロー 4
企画本部 81
イノベーション推進本部 163
TIA 推進センター 16
環境安全本部 5
総務本部 6
コンプライアンス推進本部 1
北海道センター 35
東北センター 10
福島再生可能エネルギー研究所 238
つくばセンター 8
臨海副都心センター 100
中部センター 1
関西センター 28
中国センター 1
四国センター 6
九州センター 9

総計 2,545
 

5）【イノベーション推進本部】 

（Research and Innovation Promotion Headquarters） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第1 

人 員：19名（17名） 

概 要： 

 イノベーション推進本部は、産学官連携、知的財産

の活用、国際標準の推進、ベンチャー創出・支援、国

際連携、地域創生などの業務を、一体的かつ密接に連

携して実施する。特に、マーケティング力の強化、企

業や大学との連携強化、戦略的な知的財産マネジメン

ト、地域イノベーションの推進に重点的に取り組み、

橋渡し機能の強化に努めている。 

 さらに、企業などの外部機関とのインターフェース

となって連携のコーディネートを行う「上席イノベー

ションコーディネータ」や「イノベーションコーディ

ネータ」を配置し、また、知的財産アセットの戦略的

な構築、そのための知的財産施策、テーマ強化に向け

た知的財産支援などを担う「チーフパテントオフィサ

ー」や「パテントオフィサー」も配置し、本部、領域、

研究ユニットが一体となって外部との連携を推進する

体制をとっている。 

 本部はこの体制の下、産業技術に関する産業界や社

会からの多様なニーズを迅速かつ的確に捉え、有望な

技術シーズの発掘と育成、研究開発プロジェクトの企

画立案と推進・支援、さらには中小、中堅企業支援や

新産業の創出に貢献する。 

--------------------------------------------------------------------------- 
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[イノベーション推進本部] 

   本 部 長     渡利 広司 

 

   副 本 部 長   吉田 康一 

              

   研 究 参 与   松岡 孟 

田中 芳夫 

 

   審 議 役     岡村 和男 

             高井 一也 

             小林 良三 

 

   総括企画主幹    山本 和弘 

森田 直樹 

             相馬 宣和 

             鳥村 政基 

美濃輪 智朗 

 

 

   上席イノベーションコーディネータ 

             Granrath Lorenz 

             綾 信博 

      近藤 道雄 

             黒島 光昭 

             山田 澄人 

辰巳 国昭 

             陶山 一雄 

             樋口 哲也 

             尾崎 浩一 

             福井 実 

             米田 晴幸 

              

   イノベーションコーディネータ 

             粟津 浩一（兼） 

             橋本 亮一 

             佐脇 政孝 

             神谷 雅己 

             池上 敬一（兼） 

    丹波 純 

林 泰行 

鈴木 隆之   

 

   チーフパテントオフィサー 

             菅生 繁男 

 

パテントオフィサー 

             横地 俊弘 

         桐原 俊夫 

         小林 秀輝 

         川畑 透 

             渡辺 一寿 

             北川 良一 

 

連携主幹     

         花井 修次 

         佐藤 賀一 

         星野 保 

 

   イノベーション推進企画室 

   技術マーケティング室 

   大型連携推進室 

   ベンチャー開発・技術移転センター 

   知的財産・標準化推進部 

   産学官・国際連携推進部 

   地域連携推進部 

 

①【イノベーション推進企画室】 
（Research and Innovation promoting planning Office） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第1 

人 員：10名（6名） 

概 要： 

 イノベーション推進本部の各部を統括し、イノベー

ション推進戦略の策定並びにこれに基づいた施策の企

画及び立案、総合調整を行う。イノベーション推進企

画室の平成29年度における主な活動は、次のとおり

である。 

・所内競争的資金について、企画本部と協力して事務

局をつとめ、戦略予算、理研―産総研「チャレンジ

研究」の採択等の調整を行った。 

・連携拡大を目的として、主に経営層を対象とした、

「テクノブリッジ事業」の一環であるテクノブリッ

ジフェアを開催した。 
・日本経済新聞社とタイアップして産業界と議論を行

う「日本を元気にする産業技術会議」では、産総研

の技術シーズや国際標準化戦略、ベンチャー支援等

をテーマとした計3回のシンポジウム等を開催した。 

・産学官連携功労者表彰（内閣府主催）においては、

産総研内の事務局を担当した。推薦案件1件が内閣

総理大臣賞を、2件が経済産業大臣賞を受賞した。 

・論文数の向上を目的とした産総研論文賞の事務局

を運営した。7領域より計17件の推薦があり、その

中から受賞論文4件が採択された。 

・産総研の研究成果を活用して事業を行う民間企業等

に、産総研の研究施設等の使用を認め、3事業が実

施された。 

・産総研が参画する19の技術研究組合により、産業

界・大学との連携及び外部資金プロジェクトの推進
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を図った。技術研究組合に関する運営方針の取り決

めや、事務手続きに関する総合調整を行った。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2018/3/31現在） 

 

[イノベーション推進企画室] 

   室 長（兼）   美濃輪 智朗 

   総括主幹     関根 重幸 

   室長代理     沼山 政彦    

 

②【技術マーケティング室】 

（Technology Marketing Office） 

--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第1 

人 員：5名 

概 要： 

 産総研の研究成果を社会に普及するため、イノベー

ションコーディネータとともに領域や地域センターを

跨ぐ横断的なマーケティング活動を行い、企業との連

携の強化、拡大を推進している。 

平成29年度における主な活動は、次のとおりであ

る。 

・産総研の技術ポテンシャルを活かした指導助言等を

有償で提供する「技術コンサルティング制度」の

活用を進めた。特に、イノベーション推進本部と

各領域のイノベーションコーディネータが協力し

て、コンセプト共創型技術コンサルティングを推

進することで、新たな産業分野の企業との包括的

な組織的連携を実現した。 

・イノベーションコーディネータとともに、企業ニー

ズを分析したうえで、産総研全体として企業に提

案する横断的なマーケティング活動を行った。ま

た、企業連携のケーススタディや領域の収集した

マーケティング情報を、技術マーケティング会議

等の開催を通じて共有を進めた。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2018/3/31現在） 

 

［技術マーケティング室］ 

室長(兼)      辰巳 国昭 

総括企画主幹（兼） 鳥村 政基 

連携主幹（兼）   花井 修次 

室長代理      佐々木 貴広 

 

③【大型連携推進室】 
（Large-Scale Collaboration Office） 

--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第1 
人 員：3名（兼務） 

 

概 要：  

大型連携推進室では、連携研究室及び連携研究ラ

ボの設置、その他の企業との連携（以下「大型連携」

という。）を推進する上で必要となる企画、立案及び

連携制度の整備並びに総合調整を行う。 

平成29年度における主な活動は、次のとおりであ

る。 

・平成29年度、新たに3件の連携研究室、連携研究ラ

ボを設置し、既存の連携研究室、連携研究ラボと

併せ合計8件の大型連携の運営・管理を行った。 

・新たな大型連携の開拓に向けて、企業ニーズ分析・

分野横断的なマーケティング活動を行うとともに、

連携研究室・連携研究ラボの設置スキームを整理

する等、円滑な受け入れ体制の整備を実施した。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2018/3/31現在） 

 

［大型連携推進室］ 

室長(兼)      辰巳 国昭 

総括企画主幹（兼） 鳥村 政基 
 

④【ベンチャー開発・技術移転センター】 
（ Innovation Center for Technology Transfer and 

Startups） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第1 

人 員：13名（2名） 

概 要： 

ベンチャー開発・技術移転センターは、産総研の

革新的な技術シーズを事業化に繋ぐ「橋渡し」の出

口の強化を図ることをミッションとして、産総研技

術の事業化支援（ハンズオン支援）及びベンチャー

創業とライセンス実績の強化を推進している。 

産業界への技術移転においては、技術移転マネー

ジャーを中心に、産業界の技術ニーズや事業化戦略

の動向等を把握し、研究現場と連携して、既存企業

への知的財産のライセンス等の技術移転を実施して

いる。ベンチャーによる事業化においては、「スター

トアップ開発戦略タスクフォース」（以下、タスクフ

ォース）によるベンチャー企業を創出する取組みと

産総研ベンチャー技術移転促進措置実施規程に基づ

く創出後支援を柱に、産総研技術移転ベンチャーの

創出推進と、ベンチャーの企業価値及び収益の向上

のための支援を実施している。 

--------------------------------------------------------------------------- 
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[ベンチャー開発・技術移転センター] 

センター長                高井 一也 

総括主幹                 小池 英明 

総括主幹                 宮本 健一 

スタートアップ・アドバイザー 

技術移転マネージャー 

  [事業企画グループ] グループ長   河野 昭宏 

  [事業化推進グループ]グループ長   宮本 英明 

  [事業支援グループ] グループ長   小林 光司 

--------------------------------------------------------------------------- 

スタートアップ・アドバイザー（Start-up Advisor） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

 産総研内のベンチャー化に適した技術シーズを発掘

するとともに、タスクフォースを統括し、ベンチャー

創業に向けて必要な研究開発やビジネスモデルの策

定・検証、マーケティング、顧客開拓及び資金調達活

動等を行っている。必要に応じて、産総研の職を離れ、

創業後の企業経営に参画する。また、既存の産総研技

術移転ベンチャーの事業支援として、ビジネスモデル

のブラッシュアップ、イグジット戦略、販路開拓及び

資金調達等に関する支援を行っている。 

 

技術移転マネージャー 

（Technology Licensing Manager） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

 産総研の研究成果の社会への普及を推進するため、

知財アセット構築に関する知的財産戦略の策定、産業

界における技術ニーズおよび事業化戦略の動向等に関

する情報の収集、技術移転のマーケティング活動、ラ

イセンス交渉及び契約締結等に関する業務を行ってい

る。 

 

事業企画グループ（Business Planning Group） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

 ベンチャー開発・技術移転センターの活動に係る企

画・立案、活動に伴う総合調整、予算の管理及びベン

チャー企業創出の支援を行っている。 

具体的には、タスクフォースの運営管理に関する業

務、有望な産総研技術移転ベンチャー及びタスクフォ

ースを部署横断的に支援する「AIST ハンズオン支援

チーム（HOST）」の運営、産総研内部の人材育成や

意識改革を図るために、ベンチャー創出に関する職員

向け研修やセミナーの企画・運営、さらに、成果の発

信のための広報活動を行っている。 

 

事業化推進グループ（Technology Transfer Group） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

 産総研の研究成果を社会に普及するため、技術移転

マネージャーと連携し、保有する知的財産のライセン

ス等の技術移転を推進している。 

 具体的には、研究成果の産業化に向けた技術移転

戦略の構築、産業界における技術ニーズおよび事業化

戦略の動向等に関する情報の収集、秘密保持契約等の

交渉及び締結事務、マーケティング活動、ライセンス

交渉および契約締結、ライセンス収入の徴収・管理、

産総研技術移転ベンチャーへの知的財産に関する支援

等に関する業務を行っている。 

 

事業支援グループ（Business Support Group） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

産総研技術移転ベンチャーを対象として、創業を行

おうとする者及び技術移転を受けた者等に対する支援、

並びに出資に係る総合調整に関する業務を行っている。 

 具体的には、産総研の知的財産を用いて起業を希望

する者からの事業プラン、資金調達及び販路開拓等、

創業前後に関する相談等にグループ員、専門家により

対応すると共に、外部機関を活用してベンチャーの企

業価値及び収益向上のための支援を行っている。 

 また、「産総研ベンチャー技術移転促進措置実施規

程」に基づく称号付与及び技術移転促進措置の実施に

関する事務を行う。併せて、産総研内外と連携し新た

な支援策の創出を図っている。 

 

平成 29 年度実績 

 

○技術移転 

表1 平成29年度技術移転関連統計 

実施契約等件数 1,091件 
技術移転収入 422百万円 

 

○スタートアップ開発戦略タスクフォース 

・ベンチャー創出・支援研究事業 6件 

新規案件 2件 

継続案件 4件 

 

○産総研技術移転ベンチャー 

・産総研技術移転ベンチャー企業数 

新規 5社（累計138社） 

・技術移転促進措置対象期間中ベンチャー企業数 

   18社（2018年3月31日現在） 

・産総研技術移転ベンチャーのうち、スタートアップ 

開発戦略タスクフォース発ベンチャー企業数 

新規 2社（累計52社） 
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○研修 

・産総研／Beyond Next Ventures 株式会社／武田薬

品工業株式会社／大和ハウス工業株式会社／日本ア

イ・ビー・エム株式会社 

ベンチャー創出セミナー（2017年5月30日） 

  実施回数：1回（87名が参加）  

 ・みずほ証券セミナー（2017年11月6日） 

  「現在までのテクノロジーの動向分析からみる今後

15年の潮流」 

  実施回数：1回（94名が参加） 

 ・米国進出法務セミナー（2017年11月20日） 

  実施回数：1回（14名が参加） 

 

 

表2 平成29年度に称号付与した産総研技術移転ベンチャー一覧 

 企業名 称号付与年月日 創出元研究ユニット 

1 一般社団法人ミニマルファブ推進機構 2017/4/25 ナノエレクトロニクス研究部門 

2 Peace and Passion 株式会社 2017/5/25 人間情報研究部門 

3 KAUL-Tech 株式会社 2017/8/29 バイオメディカル研究部門 

4 株式会社エアメンブレン 2017/10/4 ナノ材料研究部門 

5 メルフロンティア株式会社 2017/10/5 製造技術研究部門 

 

○ベンチャー開発・技術移転センターの主催のイベント 

・産総研発ベンチャーTODAY 

開催期間：2017年11月21日 

開催場所：大手門タワー・JX ビル1階 

3×3 Lab Future 

参加者数：159名 

 

○ベンチャー開発・技術移転センター共催のイベント 

 ・平成29年度新技術説明会 

  開催期間：2017年9月21日 

  開催場所：JST 東京本部別館ホール 

  参加者数：232名 

 ・つくばビジネスマッチング会 

  開催期間：2018年2月2日 

開催場所：産総研臨海副都心センター別館11階会

議室 

  参加者数：110名 

・協創マッチングフォーラム 

開催期間：2018年2月8日 

開催場所：かながわサイエンスパーク 

参加者数：165名 

 

○展示会・見本市への出展・参加 

・P-MEC Japan 2017 

開催期間：2017年4月19日～4月21日 

開催場所：東京ビッグサイト 

・TOKYO イノベーションリーダーズサミッ 

ト2017 

開催期間：2017年10月23日～10月25日 

開催場所：虎ノ門ヒルズ 

・未来2018 

開催期間：2017年12月14日～15日 

開催場所：三井住友銀行本館・東館ライジングス 

クエア 

 ・nano tech2018 

  開催期間：2018年2月14日～2月16日 

  開催場所：東京ビックサイト 

 

⑤【知的財産・標準化推進部】 
（Intellectual Property and Standardization 

 Promotion Division） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第1 

人 員：24名（4名）  

概 要： 

 産総研の研究成果を社会に普及させることにより、

経済及び産業の発展に貢献していくことは、産総研の

大きな使命である。このため、知的財産・標準化推進

部では、幅広い分野において活用が見込まれる研究成

果に係る知的財産権の戦略的な取得を支援し、当該知

的財産権を適切に維持・管理するとともに、橋渡し機

能の強化に向けて、研究戦略と一体化した戦略的知的

財産マネジメントの強化を推進している。また、我が

国の産業競争力強化や安心・安全な社会の実現に貢献

する標準化活動を支援している。そして、産総研の

「知的財産・標準化ポリシー」に沿って、知的財産化

と標準化を一体的に推進している。 

 さらに、職員に対して知的財産や標準化に関する研

修や説明会を開催することにより、研究開発やそれに

より創製される発明等について、知的財産権及び標準

化を強く意識するよう促すとともに、内部弁理士（パ

テントリエゾン）、技術移転マネージャー、パテント

オフィサー、イノベーションコーディネータ及び連携

主幹と連携し、産総研内外の知的財産や標準化に関す

る各種ニーズに対応している。 

--------------------------------------------------------------------------- 
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機構図（2018/3/31現在） 

 

[知的財産・標準化推進部] 

   部  長   永石 哲也 

   次  長   渡辺 一寿 

   審 議 役    国岡 正雄 

   [知財・標準化企画室] 室   長 鷲﨑 亮  

   [知財管理室]     室  長 飯竹 秀行 

   [国際標準化室]     室   長 中田 功一 

-------------------------------------------------------------------------- 

知財・標準化企画室 

（Intellectual Property and Standardization Planning 

Office） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

 産総研の知的財産及び標準化に関する企画及び立案

並びに総合調整を行うとともに、知的財産に係る各種

業務や標準化等支援業務を行うことで、職員の知的財

産マインドの向上や研究成果の最大化、知的財産化と

標準化の一体的推進を図っている。 

 具体的には、知的財産や標準化に関する研修企画業

務、共同研究契約等や技術研究組合の知的財産関連規

程等に関する支援業務、知的財産及び標準化に関する

支援業務を幅広く行っている。 

 

知財管理室 

（Intellectual Property Administration Office） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

 産総研の研究成果について戦略的かつ効率的に知的

財産権を確保するため、研究者が創製した発明等を速

やかに国内外の特許庁に対し出願するとともに、特許

権、プログラム等著作権、ノウハウを使用する権利等

の知的財産権を適切に保護し、管理する業務を行って

いる。 

 出願時には、研究者、パテントオフィサー、パテン

トリエゾン、技術移転マネージャー等と連携し、知的

財産を共有する企業や大学等と協力しながら速やかな

発明相談対応、共有者との知的財産権持分契約の締結、

特許明細書等の作成及び出願等手続を行っている。 

特許権等の保護、維持管理にあたっては、「知的財

産・標準化ポリシー」等を踏まえた、外国への特許出

願の要否判断、国内特許出願の審査請求の要否判断、

国内外特許の権利維持の要否判断を審査する特許審査

委員会の事務局業務を行っている。 

また、特許権等の登録や製品化に係る発明者補償に

関する業務も行っている。 

 

産総研平成29年度特許関連統計 

国内特許 
出願件数       666件
登録件数       425件

国外特許 
出願件数        212件
登録件数        276件

 

国際標準化室（International Standards Office）  

（つくば中央第1） 

概 要： 

 研究成果の規格化の推進、知的財産活用・標準化に

関する活動の支援、ナノテク標準化等の国際標準化活

動に関する支援・事務局業務、標準化普及のための広

報活動を行っている。 

 また、標準への適合性評価に関する活動の調査・支

援、認証及び認定に関する活動の調査・支援、鉱工業

の科学技術に係る依頼試験等の受付、管理及び立ち上

げ支援を行っている。 

 

1）標準提案 

 標準化を通じた研究成果の普及や社会からの要請

への対応のため、標準基盤研究や工業標準化推進事

業等の外部制度の活用を通じて、知的財産活用・標

準化のために必要な研究を実施している。 
平成29年度 標準提案数 計50件 
 国際標準（ISO、IEC 等）   38件 
 国内標準（JIS、TS）   12件 

 

2）国際会議の役職者等 

 産総研の研究者は、ISO 等の国際会議の議長、

幹事、コンビーナといった役職者や、技術専門家

（エキスパート）として審議に貢献している。役職

者及び将来の役職者候補への渡航旅費補助などを行

い、国際標準化活動を支援している。 
議長、幹事、コンビーナ のべ 54人 
エキスパート のべ385人 

 

3）鉱工業の科学技術に係る依頼試験 

 産総研の研究成果に基づく試験、分析、校正を有

料で実施している。 
平成29年度 依頼試験実施件数 計8件 
 材料及び製

品の試験 
火薬類の試験 
 

 4件 
 
 

 糖鎖分析 定量的糖鎖結合特異

性評価 
1件 

 基準太陽電

池セル校正 
一次基準太陽電池セ

ルの校正 
 3件 
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平成29年度ユニット別出願件数（届出時のユニット名）                 （2018/3/31現在） 

研究ユニット 
29 年度国内出願件数 29 年度外国出願件数 29 年度外国基礎出願件数

単 共 計 単 共 計 単 共 計 

太陽光発電研究センター 7 3 10 1 2 3 1 1 2

再生可能エネルギー研究センター 4 12 16 0 0 0 0 0 0

先進パワーエレクトロニクス研究センター 30 27 57 5 8 13 4 4 8

創エネルギー研究部門 13 16 29 2 1 3 2 1 3

電池技術研究部門 16 10 26 6 7 13 6 6 12

省エネルギー研究部門 6 2 8 2 0 2 2 0 2

環境管理研究部門 10 4 14 1 5 6 1 3 4

安全科学研究部門 0 0 0 0 0 0 0 0 0

窒化物半導体先進デバイスオープンイノベー

ションラボラトリ 
0 1 1 0 0 0 0 0 0

創薬分子プロファイリング研究センター 3 2 5 1 1 2 1 1 2

創薬基盤研究部門 2 9 11 2 1 3 2 1 3

バイオメディカル研究部門 17 12 29 3 5 8 3 4 7

健康工学研究部門 9 6 15 2 1 3 2 1 3

生物プロセス研究部門 5 7 12 2 5 7 2 3 5

自動車ヒューマンファクター研究センター 1 0 1 1 3 4 1 1 2

ロボットイノベーション研究センター 1 0 1 3 0 3 3 0 3

人工知能研究センター 5 8 13 3 1 4 3 1 4

情報技術研究部門 4 1 5 3 1 4 3 1 4

人間情報研究部門 17 9 26 4 1 5 4 1 5

知能システム研究部門 6 4 10 1 0 1 1 0 1

触媒化学融合研究センター 22 8 30 8 10 18 8 8 16

ナノチューブ実用化研究センター 5 1 6 1 4 5 1 3 4

磁性粉末冶金研究センター 9 2 11 1 1 2 1 1 2

機能化学研究部門 13 2 15 2 1 3 2 1 3

化学プロセス研究部門 27 27 54 0 3 3 0 2 2

ナノ材料研究部門 9 10 19 6 3 9 6 2 8

無機機能材料研究部門 21 8 29 5 0 5 5 0 5

構造材料研究部門 16 18 34 6 2 8 6 2 8

先端オペランド計測技術オープンイノベーシ

ョンラボラトリ 
1 0 1 0 0 0 0 0 0

スピントロニクス研究センター 4 6 10 3 2 5 3 2 5

フレキシブルエレクトロニクス研究センター 13 8 21 1 0 1 1 0 1

先進コーティング技術研究センター 7 5 12 6 4 10 4 3 7

集積マイクロシステム研究センター 7 2 9 0 2 2 0 2 2

ナノエレクトロニクス研究部門 14 3 17 4 8 12 4 3 7

電子光技術研究部門 17 16 33 17 3 20 15 3 18

製造技術研究部門 11 12 23 5 1 6 5 1 6

地圏資源環境研究部門 2 2 4 0 0 0 0 0 0

地質情報研究部門 0 2 2 0 0 0 0 0 0

工学計測標準研究部門 2 4 6 1 1 2 1 1 2

物理計測標準研究部門 16 5 21 7 1 8 7 1 8

物質計測標準研究部門 6 2 8 3 2 5 3 2 5

分析計測標準研究部門 6 6 12 4 0 4 4 0 4

合計 384 282 666 122 90 212 117 66 183

※外国基礎出願件数：外国出願を行う基礎となった国内出願の件数。 
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平成29年度研究領域別登録件数（登録時の研究領域）                （2018/3/31現在） 

           登録件数 

領域 
国内 外国 

単願 共願 合計 単願 共願 合計 
エネルギー・環境領域 46 70 116 24 45 69
生命工学領域 24 19 43 24 22 46
情報・人間工学領域 15 7 22 3 4 7
材料・化学領域 62 42 104 32 38 70
エレクトロニクス・製造領域 64 44 108 48 23 71
地質調査総合センター 2 4 6 0 0 0
計量標準総合センター 12 14 26 10 3 13
合計 225 200 425 141 135 276

 

⑥【産学官・国際連携推進部】 
（Collaboration Promotion and International Affairs 

Division） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第1 

人 員：51名（8名） 

概 要： 

 産業界、大学、公的研究機関、海外機関等と産総研

の連携推進および人材交流の促進を通して、第四期中

長期計画における取組みの大きな柱である「橋渡し機

能の強化」に貢献することを目的とした活動を行って

いる。具体的には、産学官が一体となって研究開発や

実用化等を推進するために、共同研究や受託研究をは

じめとした各種産学官連携制度の企画・立案および各

種契約の適切な締結、および執行を行う。また、外部

資金に関するコンプライアンスの推進、海外機関との

連携に伴う海外活動の支援や、試料や技術の提供を適

切に行うための安全保障輸出管理業務を行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2018/3/31現在） 

 

[産学官・国際連携推進部] 

   部   長 酒井 夏子 

   次  長 粟津 浩一 

   審 議 役 今井 寛  

        矢吹 聡一 

   部 総 括 榊原 修 

 [連携企画室]       室長（兼）相馬 宣和 

 [国際連携室]       室長（兼）山本 和弘 

              総括主幹 古明地 勇人 

              総括主幹  椎名 隆亮  

              総括主幹  高橋 暁 

              総括主幹 橋本 佳三 

              総括主幹 村井 保夫 

                 総括主幹 森本 慎一郎             

 [共同研究支援室]     室長   三塚 順 

 [プロジェクト支援室]   室長   青柳 岳彦 

 [連携管理室]       室長   徳田 澄男 

              総括主幹 柳堀 昭 

--------------------------------------------------------------------------- 

連携企画室 

（Planning Office） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

 産学官連携、国際連携活動全般の企画および立案を

行うとともに、産学官・国際連携推進部全体の業務を

円滑に推進するための総合調整を行っている。国内機

関、海外機関との連携協定の締結に関すること、産総

研コンソーシアムの設立手続に関すること、イノベー

ションコンソーシアム型などの大型共同研究の実施に

係る調整等の業務を行っている。また、連携大学院協

定の締結や、優秀な大学院生を研究開発プロジェクト

に参画させるリサーチアシスタント制度等の人材受入

制度を所掌し、運用の支援や改善に努めている。 

 

国際連携室 

（Global Collaboration Office） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

 海外の主要研究機関等との研究ネットワークを構

築・強化し、国際研究協力や人材交流を推進している。

具体的には、研究協力覚書等の締結により、組織的連

携を強化し、研究者の派遣・招へい制度、海外派遣型

マーケティング人材育成事業（人事部に協力）等によ

る国際的な人材交流を推進している。また、産総研に

来訪する海外要人の視察対応や、産総研幹部の海外研

究機関への往訪支援、世界研究機関長会議の開催、ワ

ークショップの企画・運営などを通して、産総研の国

際プレゼンス向上および研究連携の推進・拡大に寄与

している。 

 さらに、外国為替および外国貿易法および関係法令

等を確実に遵守するため、産総研の安全保障輸出管理

体制の整備・輸出管理・監査・教育を実施している。 

 

共同研究支援室 

（Collaborative Research Support Office） 

（つくば中央第1） 

 概 要： 
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産総研における外部機関との連携、技術移転等を図

るための共同研究に係る業務を行うとともに、「人」

と「場」を活用した産学官連携活動を推進するため、

技術研究組合からの研究員等の受入に関する覚書締結

および技術研究組合事業に参加する職員に関する覚書

締結等の支援業務を行っている。また、平成27年度

より、産総研が蓄積する技術ポテンシャルを基に行う

知見の教授等の橋渡しを実施するために新設した技術

コンサルティング契約に係る業務を行っている。 

 

プロジェクト支援室 

（National Project Support Office） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

産総研における研究成果の普及、技術移転等を図

るための受託研究および請負研究並びに産総研から

他機関への委託研究に係る契約事務等の業務を行う

とともに、受託研究および研究助成金等外部からの

研究資金受入のための支援業務を行っている。 

 

連携管理室 

（Inspection and Administration Office） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

 受託研究、個人助成金等の外部研究資金について、

その適正な執行を確保するため、職員説明会の開催、

自主点検等の実施を通じ、産総研における外部研究資

金のコンプライアンス向上に努めている。また、外部

研究資金に係るルールの整備、相談窓口の設置および

マニュアルの整備等により研究者による円滑な事務手

続を支援している。 
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1．国内機関等との連携  

1）共同研究 

 企業、大学や公設研究所などと産総研が、共通のテーマについて対等な立場で共同して研究を行う制度である。 
 

表1 共同研究ユニット別件数一覧 平成30年3月31日現在 

領域 研究ユニット 大学 独法等 大企業 中小企業 国等 その他 合計

エネルギー・環境領域 創エネルギー研究部門 15 5 19 5     44 

エネルギー・環境領域 電池技術研究部門 14 2 42 6 1   65 

エネルギー・環境領域 省エネルギー研究部門 37 9 43 5   1 95 

エネルギー・環境領域 環境管理研究部門 19 7 26 16 4   72 

エネルギー・環境領域 安全科学研究部門 12 6 26 5     49 

エネルギー・環境領域 太陽光発電研究センター 32 6 25 3 3   69 

エネルギー・環境領域 再生可能エネルギー研究センター 30 3 37 35 2 1 108 

エネルギー・環境領域 先進パワーエレクトロニクス研究センター 22 11 73 15 1   122 

生命工学領域 創薬基盤研究部門 53 11 19 17   1 101 

生命工学領域 バイオメディカル研究部門 73 16 64 45 7   205 

生命工学領域 健康工学研究部門 49 6 23 29 12   119 

生命工学領域 生物プロセス研究部門 55 23 15 16 4   113 

生命工学領域 創薬分子プロファイリング研究センター 30 24 18 4     76 

情報・人間工学領域 情報技術研究部門 2   19 5     26 

情報・人間工学領域 人間情報研究部門 38 10 61 22 1   132 

情報・人間工学領域 知能システム研究部門 19 4 24 17 3   67 

情報・人間工学領域 自動車ヒューマンファクター研究センター 11 2 28   1   42 

情報・人間工学領域 ロボットイノベーション研究センター 10 6 8 4 1   29 

情報・人間工学領域 人工知能研究センター 20 19 37 11 1   88 

材料・化学領域 機能化学研究部門 40   40 10 4   94 

材料・化学領域 化学プロセス研究部門 35 7 52 15 1   110 

材料・化学領域 ナノ材料研究部門 40 6 24 11 2 2 85 

材料・化学領域 無機機能材料研究部門 29 3 51 13 2   98 

材料・化学領域 構造材料研究部門 27 3 31 28 4   93 

材料・化学領域 触媒化学融合研究センター 28 4 26 7 1   66 

材料・化学領域 ナノチューブ実用化研究センター 11   8 1     20 

材料・化学領域 
機能材料コンピュテーショナルデザイン研究セ

ンター 
2   20 1     23 

材料・化学領域 磁性粉末冶金研究センター 11   10 2 1   24 

エレクトロニクス・製造領域 ナノエレクトロニクス研究部門 56 21 33 17   3 130 

エレクトロニクス・製造領域 電子光技術研究部門 72 7 35 18 2   134 

エレクトロニクス・製造領域 製造技術研究部門 23 6 34 21 5   89 

エレクトロニクス・製造領域 スピントロニクス研究センター 4   8       12 

エレクトロニクス・製造領域 フレキシブルエレクトロニクス研究センター 11 3 14 10 1   39 

エレクトロニクス・製造領域 先進コーティング技術研究センター 12 4 23 4 5   48 

エレクトロニクス・製造領域 集積マイクロシステム研究センター 6 6 35 18 4   69 

地質調査総合センター 活断層・火山研究部門 9 5 2 1 4   21 

地質調査総合センター 地圏資源環境研究部門 3 9 25 4 3 3 47 

地質調査総合センター 地質情報研究部門 5 8 4 4 5   26 

計量標準総合センター 工学計測標準研究部門 12 5 21 12 1   51 

計量標準総合センター 物理計測標準研究部門 18 11 18 14 2   63 

計量標準総合センター 物質計測標準研究部門 17 11 37 20 1 1 87 

計量標準総合センター 分析計測標準研究部門 30 16 25 12 1   84 

  小計 1,042 305 1,183 503 90 12 3,135 

その他 フェロー、本部・事業組織等 26 3 39 5   2 75 

  合計 1,068 308 1,222 508 90 14 3,210 

   ※国内案件のみ 

※区分の定義 

独法等：特殊法人、公益法人を含む 

国等：国、自治体、公設試を含む 
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2）技術コンサルティング 

産総研の技術的なポテンシャルを活かして、有償の指導助言等を行うための制度である。 
 

表2 技術コンサルティングユニット別件数一覧                                            平成30年3月31日現在 
領域 研究ユニット 大学 独法等 大企業 中小企業 国等 その他 合計

エネルギー・環境領域 創エネルギー研究部門     7       7 

エネルギー・環境領域 電池技術研究部門               

エネルギー・環境領域 省エネルギー研究部門     7 1     8 

エネルギー・環境領域 環境管理研究部門     10 6     16 

エネルギー・環境領域 安全科学研究部門   2 8 1 1   12 

エネルギー・環境領域 太陽光発電研究センター     7     1 8 

エネルギー・環境領域 再生可能エネルギー研究センター       1     1 

エネルギー・環境領域 先進パワーエレクトロニクス研究センター     3 1     4 

生命工学領域 創薬基盤研究部門               

生命工学領域 バイオメディカル研究部門     12 1     13 

生命工学領域 健康工学研究部門     3       3 

生命工学領域 生物プロセス研究部門     2 2     4 

生命工学領域 創薬分子プロファイリング研究センター     4       4 

情報・人間工学領域 情報技術研究部門     6       6 

情報・人間工学領域 人間情報研究部門     7 3     10 

情報・人間工学領域 知能システム研究部門     1 1     2 

情報・人間工学領域 自動車ヒューマンファクター研究センター               

情報・人間工学領域 ロボットイノベーション研究センター 1 2 6       9 

情報・人間工学領域 人工知能研究センター     13       13 

材料・化学領域 機能化学研究部門     11       11 

材料・化学領域 化学プロセス研究部門     5 1     6 

材料・化学領域 ナノ材料研究部門     3       3 

材料・化学領域 無機機能材料研究部門   1 3       4 

材料・化学領域 構造材料研究部門     3       3 

材料・化学領域 触媒化学融合研究センター     2       2 

材料・化学領域 ナノチューブ実用化研究センター               

材料・化学領域 
機能材料コンピュテーショナルデザイン研究セ

ンター 
    2       2 

材料・化学領域 磁性粉末冶金研究センター               

エレクトロニクス・製造領域 ナノエレクトロニクス研究部門     2 1     3 

エレクトロニクス・製造領域 電子光技術研究部門   1 7 1     9 

エレクトロニクス・製造領域 製造技術研究部門   1 8 4     13 

エレクトロニクス・製造領域 スピントロニクス研究センター               

エレクトロニクス・製造領域 フレキシブルエレクトロニクス研究センター               

エレクトロニクス・製造領域 先進コーティング技術研究センター     2       2 

エレクトロニクス・製造領域 集積マイクロシステム研究センター     3       3 

地質調査総合センター 活断層・火山研究部門     1   4   5 

地質調査総合センター 地圏資源環境研究部門     9 3     12 

地質調査総合センター 地質情報研究部門     3 4     7 

計量標準総合センター 工学計測標準研究部門   5 25 16   2 48 

計量標準総合センター 物理計測標準研究部門               

計量標準総合センター 物質計測標準研究部門 1 11 56 32 1 1 102 

計量標準総合センター 分析計測標準研究部門 2 4 12 6     24 

 小計 4 27 253 85 6 4 379 

その他 フェロー、本部・事業組織等   4 20 5   1 30 

 合計 4 31 273 90 6 5 409 

※国内案件のみ 
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3）委託研究 

 産総研で研究するより、産総研以外の者（大学、企業等）に委託した方が、研究の効率性や経済性が期待出来る場

合に、産総研以外の者に委託する制度である。 
 

表3 委託研究ユニット別件数一覧                             平成30年3月31日現在 

領域 研究ユニット 大学 独法等 大企業 中小企業 国等 その他 合計

エネルギー・環境領域 創エネルギー研究部門 15 4 11 3     33

エネルギー・環境領域 電池技術研究部門 1           1

エネルギー・環境領域 省エネルギー研究部門 4 2         6

エネルギー・環境領域 環境管理研究部門 4           4

エネルギー・環境領域 安全科学研究部門 4 3   1     8

エネルギー・環境領域 太陽光発電研究センター 8 1         9

エネルギー・環境領域 再生可能エネルギー研究センター 1           1

エネルギー・環境領域 先進パワーエレクトロニクス研究センター 8 1         9

生命工学領域 創薬基盤研究部門 3 1 5 1     10

生命工学領域 バイオメディカル研究部門 2   1 2 1   6

生命工学領域 健康工学研究部門 5 1   2     8

生命工学領域 生物プロセス研究部門 1           1

生命工学領域 創薬分子プロファイリング研究センター 2   1 4     7

情報・人間工学領域 情報技術研究部門 2           2

情報・人間工学領域 人間情報研究部門               

情報・人間工学領域 知能システム研究部門 4   4       8

情報・人間工学領域 自動車ヒューマンファクター研究センター 2           2

情報・人間工学領域 ロボットイノベーション研究センター 3 1   1     5

情報・人間工学領域 人工知能研究センター 22 2 1       25

材料・化学領域 機能化学研究部門 2   1       3

材料・化学領域 化学プロセス研究部門               

材料・化学領域 ナノ材料研究部門   1 2 2 2   7

材料・化学領域 無機機能材料研究部門 1           1

材料・化学領域 構造材料研究部門               

材料・化学領域 触媒化学融合研究センター 1           1

材料・化学領域 ナノチューブ実用化研究センター 1           1

材料・化学領域 
機能材料コンピュテーショナルデザイン研究セ

ンター 
14 2         16

材料・化学領域 磁性粉末冶金研究センター               

エレクトロニクス・製造領域 ナノエレクトロニクス研究部門               

エレクトロニクス・製造領域 電子光技術研究部門 3     1     4

エレクトロニクス・製造領域 製造技術研究部門     4 1     5

エレクトロニクス・製造領域 スピントロニクス研究センター               

エレクトロニクス・製造領域 フレキシブルエレクトロニクス研究センター               

エレクトロニクス・製造領域 先進コーティング技術研究センター               

エレクトロニクス・製造領域 集積マイクロシステム研究センター               

地質調査総合センター 活断層・火山研究部門 7       1   8

地質調査総合センター 地圏資源環境研究部門 10 2 1   3   16

地質調査総合センター 地質情報研究部門 3   1 1     5

計量標準総合センター 工学計測標準研究部門 5     1     6

計量標準総合センター 物理計測標準研究部門       1     1

計量標準総合センター 物質計測標準研究部門               

計量標準総合センター 分析計測標準研究部門 1           1

  小計 139 21 32 21 7   220

その他 フェロー、本部・事業組織等 1           1

  合計 140 21 32 21 7   221

 ※国内案件のみ 
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4）受託研究 

 企業、法人など他機関から産総研に研究を委託する制度である。その成果は委託元で活用できる。委託元の研究者

を外来研究員として受け入れることも可能である。 
 

表4 受託研究ユニット別件数一覧 平成30年3月31日現在 

領域 研究ユニット 大学 独法等 大企業 中小企業 国等 その他 合計

エネルギー・環境領域 創エネルギー研究部門 1 9 5 2 5   22

エネルギー・環境領域 電池技術研究部門 1 10 1       12

エネルギー・環境領域 省エネルギー研究部門   14 2 1 3 4 24

エネルギー・環境領域 環境管理研究部門   10 4 3 3   20

エネルギー・環境領域 安全科学研究部門 3 5 1 2 6   17

エネルギー・環境領域 太陽光発電研究センター 2 7 3   2   14

エネルギー・環境領域 再生可能エネルギー研究センター   12 4   4 1 21

エネルギー・環境領域 先進パワーエレクトロニクス研究センター 1 6 1   1   9

生命工学領域 創薬基盤研究部門 4 15     1 1 21

生命工学領域 バイオメディカル研究部門 3 11 1   3   18

生命工学領域 健康工学研究部門 1 5 5 1 4   16

生命工学領域 生物プロセス研究部門 1 10 1   2   14

生命工学領域 創薬分子プロファイリング研究センター 3 9 1       13

情報・人間工学領域 情報技術研究部門   7         7

情報・人間工学領域 人間情報研究部門   16 2 1 2   21

情報・人間工学領域 知能システム研究部門   14 2 2 3   21

情報・人間工学領域 自動車ヒューマンファクター研究センター   1         1

情報・人間工学領域 ロボットイノベーション研究センター   6   1 1   8

情報・人間工学領域 人工知能研究センター 1 20 1 1 2   25

材料・化学領域 機能化学研究部門   6 4   1   11

材料・化学領域 化学プロセス研究部門   8 3 1     12

材料・化学領域 ナノ材料研究部門 1 5 2       8

材料・化学領域 無機機能材料研究部門   13     2 1 16

材料・化学領域 構造材料研究部門   3 1 1 2   7

材料・化学領域 触媒化学融合研究センター 3 4 1       8

材料・化学領域 ナノチューブ実用化研究センター               

材料・化学領域 
機能材料コンピュテーショナルデザイン研究セ

ンター 
1 6         7

材料・化学領域 磁性粉末冶金研究センター   1   1     2

エレクトロニクス・製造領域 ナノエレクトロニクス研究部門 2 16 6       24

エレクトロニクス・製造領域 電子光技術研究部門 2 11   2 3   18

エレクトロニクス・製造領域 製造技術研究部門 3 6 1 1 4   15

エレクトロニクス・製造領域 スピントロニクス研究センター   3     2   5

エレクトロニクス・製造領域 フレキシブルエレクトロニクス研究センター   4 1   1   6

エレクトロニクス・製造領域 先進コーティング技術研究センター   2     1   3

エレクトロニクス・製造領域 集積マイクロシステム研究センター   8     1   9

地質調査総合センター 活断層・火山研究部門 3 1 2   5   11

地質調査総合センター 地圏資源環境研究部門 4 4 2 1 5 2 18

地質調査総合センター 地質情報研究部門   5     4   9

計量標準総合センター 工学計測標準研究部門 1 1 4 1 2   9

計量標準総合センター 物理計測標準研究部門   5 8 6 2   21

計量標準総合センター 物質計測標準研究部門 2 7 6 1 1   17

計量標準総合センター 分析計測標準研究部門   8 6 2 3   19

  小計 43 314 81 31 81 9 559

その他 フェロー、本部・事業組織等 3 6         9

  合計 46 320 81 31 81 9 568

   ※国内案件のみ 
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5）請負研究 

 受託研究によることができない研究を他機関からの依頼に応じて産総研が行うものであり、その経費は依頼者に負

担していただく。 

 

表5 請負研究ユニット別件数一覧 平成30年3月31日現在 

領域 研究ユニット 大学 独法等 大企業 中小企業 国等 その他 合計

エネルギー・環境領域 創エネルギー研究部門               

エネルギー・環境領域 電池技術研究部門               

エネルギー・環境領域 省エネルギー研究部門       1 1   2

エネルギー・環境領域 環境管理研究部門       1     1

エネルギー・環境領域 安全科学研究部門   1 1     1 3

エネルギー・環境領域 太陽光発電研究センター 1     2     3

エネルギー・環境領域 再生可能エネルギー研究センター               

エネルギー・環境領域 先進パワーエレクトロニクス研究センター               

生命工学領域 創薬基盤研究部門   1         1

生命工学領域 バイオメディカル研究部門       1     1

生命工学領域 健康工学研究部門               

生命工学領域 生物プロセス研究部門 3   2 2     7

生命工学領域 創薬分子プロファイリング研究センター               

情報・人間工学領域 情報技術研究部門   1 1       2

情報・人間工学領域 人間情報研究部門   2         2

情報・人間工学領域 知能システム研究部門     1       1

情報・人間工学領域 自動車ヒューマンファクター研究センター     2   1   3

情報・人間工学領域 ロボットイノベーション研究センター               

情報・人間工学領域 人工知能研究センター   1   1     2

材料・化学領域 機能化学研究部門   1 2       3

材料・化学領域 化学プロセス研究部門               

材料・化学領域 ナノ材料研究部門               

材料・化学領域 無機機能材料研究部門               

材料・化学領域 構造材料研究部門     1       1

材料・化学領域 触媒化学融合研究センター               

材料・化学領域 ナノチューブ実用化研究センター               

材料・化学領域 
機能材料コンピュテーショナルデザイン研究セ

ンター 
              

材料・化学領域 磁性粉末冶金研究センター               

エレクトロニクス・製造領域 ナノエレクトロニクス研究部門     2       2

エレクトロニクス・製造領域 電子光技術研究部門       1     1

エレクトロニクス・製造領域 製造技術研究部門   1         1

エレクトロニクス・製造領域 スピントロニクス研究センター               

エレクトロニクス・製造領域 フレキシブルエレクトロニクス研究センター               

エレクトロニクス・製造領域 先進コーティング技術研究センター               

エレクトロニクス・製造領域 集積マイクロシステム研究センター               

地質調査総合センター 活断層・火山研究部門     2 1     3

地質調査総合センター 地圏資源環境研究部門   1     1   2

地質調査総合センター 地質情報研究部門               

計量標準総合センター 工学計測標準研究部門   1         1

計量標準総合センター 物理計測標準研究部門               

計量標準総合センター 物質計測標準研究部門               

計量標準総合センター 分析計測標準研究部門   1         1

  小計 4 11 14 10 3 1 43

その他 フェロー、本部・事業組織等               

  合計 4 11 14 10 3 1 43

※国内案件のみ 
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6）技術研修/産総研リサーチアシスタント制度 

 技術研修は外部機関等の研究者、技術者を産総研が受け入れ、産総研の技術ポテンシャルを基に研修を行う制度で

ある。技術研修のうち、リサーチアシスタント制度は、優れた研究開発能力を持ち、自立的に産総研の研究開発プロ

ジェクトの業務に従事できる大学院生を雇用する制度である。 
 

表6 技術研修ユニット別人数一覧                             平成30年3月31日現在 

領域 研究ユニット 大学 うち RA 独法等 大企業
中小 

企業 
国等 その他 合計

エネルギー・環境領域 創エネルギー研究部門 23  （3）   8 1     32

エネルギー・環境領域 電池技術研究部門 11   3       14

エネルギー・環境領域 省エネルギー研究部門 53  (5) 1 2       56

エネルギー・環境領域 環境管理研究部門 21  (1) 1 2 1 1   26

エネルギー・環境領域 安全科学研究部門 19  (2)   16       35

エネルギー・環境領域 太陽光発電研究センター 25  (2)   5       30

エネルギー・環境領域 再生可能エネルギー研究センター 74    (22)     1     75

エネルギー・環境領域 先進パワーエレクトロニクス研究センター 22  (4)           22

生命工学領域 創薬基盤研究部門 23 1   1     25

生命工学領域 バイオメディカル研究部門 97  (9)   2       99

生命工学領域 健康工学研究部門 48  (4)     2     50

生命工学領域 生物プロセス研究部門 47  (3)         14 61

生命工学領域 創薬分子プロファイリング研究センター 1  (1)   13       14

情報・人間工学領域 情報技術研究部門 39 (13)           39

情報・人間工学領域 人間情報研究部門 60 (14)           60

情報・人間工学領域 知能システム研究部門 28 (14)   1 1 2   32

情報・人間工学領域 自動車ヒューマンファクター研究センター 12  (7)           12

情報・人間工学領域 ロボットイノベーション研究センター 18  (1)           18

情報・人間工学領域 人工知能研究センター 76  (14)   2 2     80

材料・化学領域 機能化学研究部門 16  (1) 1     2   19

材料・化学領域 化学プロセス研究部門 31  (2)     3     34

材料・化学領域 ナノ材料研究部門 19  (1)     4     23

材料・化学領域 無機機能材料研究部門 44  (4)           44

材料・化学領域 構造材料研究部門 13  (2)   2       15

材料・化学領域 触媒化学融合研究センター 28 (11)   1       29

材料・化学領域 ナノチューブ実用化研究センター 5           5

材料・化学領域 
機能材料コンピュテーショナルデザイン研究

センター 
3           3

材料・化学領域 磁性粉末冶金研究センター 8  (4)           8

エレクトロニクス・製造領域 ナノエレクトロニクス研究部門 38 (12)   4       42

エレクトロニクス・製造領域 電子光技術研究部門 48  (4) 5 2 1     56

エレクトロニクス・製造領域 製造技術研究部門 48 (7)   2 4 1   55

エレクトロニクス・製造領域 スピントロニクス研究センター 10  (4)           10

エレクトロニクス・製造領域 フレキシブルエレクトロニクス研究センター 19 (3)           19

エレクトロニクス・製造領域 先進コーティング技術研究センター 5 (2)           5

エレクトロニクス・製造領域 集積マイクロシステム研究センター 22 (1)   1   1   24

地質調査総合センター 活断層・火山研究部門 21 (5)       12   33

地質調査総合センター 地圏資源環境研究部門 19 (2)   1       20

地質調査総合センター 地質情報研究部門 17 (10)           17

計量標準総合センター 工学計測標準研究部門 4  (2) 8         12

計量標準総合センター 物理計測標準研究部門 8  (4)           8

計量標準総合センター 物質計測標準研究部門 31  (3)   4       35

計量標準総合センター 分析計測標準研究部門 21  (3) 1 4       26

  小計 1,175 206 18 75 21 19 14 1,322

その他 フェロー、本部・事業組織等 147 51 2   2 3 4 158

  合計 1,322 257 20 75 23 22 18 1,480

 ※国内案件のみ 
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7）外来研究員 

 外部機関等の研究者等が産総研において研究を行う際に研究員として受け入れる制度である。 

 

表7 外来研究員ユニット別人数一覧 平成30年3月31日現在 

領域 研究ユニット 大学 独法等 大企業 中小企業 国等 その他 合計

エネルギー・環境領域 創エネルギー研究部門 15       4 19 

エネルギー・環境領域 電池技術研究部門 1         1 

エネルギー・環境領域 省エネルギー研究部門 9 1 1     10 21 

エネルギー・環境領域 環境管理研究部門 9 5   1 4 10 29 

エネルギー・環境領域 安全科学研究部門 8       11 19 

エネルギー・環境領域 太陽光発電研究センター 8 2 2     6 18 

エネルギー・環境領域 再生可能エネルギー研究センター 8 2 4 1 1 6 22 

エネルギー・環境領域 先進パワーエレクトロニクス研究センター 13 4   2   8 27 

生命工学領域 創薬基盤研究部門 13 3 6 3 1 5 31 

生命工学領域 バイオメディカル研究部門 27 4 3 2 3 14 53 

生命工学領域 健康工学研究部門 21 2   2 8 7 40 

生命工学領域 生物プロセス研究部門 4 4   1 1 6 16 

生命工学領域 創薬分子プロファイリング研究センター 6 5 4   1 16 

情報・人間工学領域 情報技術研究部門 19 2 1 2   1 25 

情報・人間工学領域 人間情報研究部門 40 13 8 1 11 11 84 

情報・人間工学領域 知能システム研究部門 4 1   2 8 15 

情報・人間工学領域 自動車ヒューマンファクター研究センター 11 2       1 14 

情報・人間工学領域 ロボットイノベーション研究センター 4     2 2 8 

情報・人間工学領域 人工知能研究センター 64 11 6 2 3 3 89 

材料・化学領域 機能化学研究部門 2   1 8 7 18 

材料・化学領域 化学プロセス研究部門 11 1   3   2 17 

材料・化学領域 ナノ材料研究部門 13 5 1 1 6 26 

材料・化学領域 無機機能材料研究部門 1 1     2 

材料・化学領域 構造材料研究部門 3 1     2 3 9 

材料・化学領域 触媒化学融合研究センター 1 2 5       8 

材料・化学領域 ナノチューブ実用化研究センター       1 1 

材料・化学領域 
機能材料コンピュテーショナルデザイン研究セ

ンター 
2 2       1 5 

材料・化学領域 磁性粉末冶金研究センター           

エレクトロニクス・製造領域 ナノエレクトロニクス研究部門 9 1   6   18 34 

エレクトロニクス・製造領域 電子光技術研究部門 10 4   1   11 26 

エレクトロニクス・製造領域 製造技術研究部門 18 3 6 7 2 9 45 

エレクトロニクス・製造領域 スピントロニクス研究センター 3 3       1 7 

エレクトロニクス・製造領域 フレキシブルエレクトロニクス研究センター 6 3 1 3 11 3 27 

エレクトロニクス・製造領域 先進コーティング技術研究センター 1         1 

エレクトロニクス・製造領域 集積マイクロシステム研究センター 9   1 1 3 14 

地質調査総合センター 活断層・火山研究部門 42 8 2     14 66 

地質調査総合センター 地圏資源環境研究部門 15 2 1 1 6 25 

地質調査総合センター 地質情報研究部門 34 10 1 2 1 22 70 

計量標準総合センター 工学計測標準研究部門 5 1     1 2 9 

計量標準総合センター 物理計測標準研究部門 1       2 3 

計量標準総合センター 物質計測標準研究部門 3         3 

計量標準総合センター 分析計測標準研究部門 9 2   1 1 1 14 

  小計 481 96 60 49 65 226 977 

その他 フェロー、本部・事業組織等 42 21 2 5 71 31 172 

  合計 523 117 62 54 136 257 1,149 

※国内案件のみ 
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8）連携大学院 

 大学と産総研が協定を結び、産総研研究者が大学から連携大学院教官の発令を受け、大学院生を技術研修生として

受け入れ、研究指導等を行う。この制度による大学院生には被指導者であると同時に研究協力者としての側面があり、

産総研にとっても研究促進を図ることができる。 

（参考：大学院設置基準「第13条第2項 大学院は、教育上有益と認めるときは、学生が他の大学院又は研究所等に

おいて必要な研究指導を受ける事を認めることができる。（後略）」） 

 

表8 連携大学院ユニット別派遣教員数および受入学生数                   平成30年3月31日現在 

領域 研究ユニット 

派遣教員数・受入学生数 

国公立大学 私立大学 
教員

数計

学生

数計教授 
准教授

他 
学生 教授

准教授 

他 
学生 

エネルギー・環境領域 創エネルギー研究部門       4   3 4 3

エネルギー・環境領域 電池技術研究部門 2 2 4 1   1 5 5

エネルギー・環境領域 省エネルギー研究部門 6 2 13 3   2 11 15

エネルギー・環境領域 環境管理研究部門 1 2 1       3 1

エネルギー・環境領域 安全科学研究部門 1 1         2   

エネルギー・環境領域 太陽光発電研究センター 3 2   2   3 7 3

エネルギー・環境領域 再生可能エネルギー研究センター 1     2     3   

エネルギー・環境領域 先進パワーエレクトロニクス研究センター 5 1 2 3   1 9 3

生命工学領域 創薬基盤研究部門 8 7 4 1     16 4

生命工学領域 バイオメディカル研究部門 11 11 20 3 3 7 28 27

生命工学領域 健康工学研究部門 4 2   3     9   

生命工学領域 生物プロセス研究部門 14 8 21       22 21

生命工学領域 創薬分子プロファイリング研究センター 3 2   2 1   8   

情報・人間工学領域 情報技術研究部門 2 2 2 1     5 2

情報・人間工学領域 人間情報研究部門 11 5 14 2     18 14

情報・人間工学領域 知能システム研究部門 7 1 14 3   4 11 18

情報・人間工学領域 自動車ヒューマンファクター研究センター 2 1 5       3 5

情報・人間工学領域 ロボットイノベーション研究センター 2 1 2   1   4 2

情報・人間工学領域 人工知能研究センター 8 5 14 5 1 5 19 19

材料・化学領域 機能化学研究部門 1 2   1     4   

材料・化学領域 化学プロセス研究部門 5 2   6 1 9 14 9

材料・化学領域 ナノ材料研究部門 5   1 1     6 1

材料・化学領域 無機機能材料研究部門 6   1 6   9 12 10

材料・化学領域 構造材料研究部門 4   2 3     7 2

材料・化学領域 触媒化学融合研究センター 2 3 10 1   1 6 11

材料・化学領域 ナノチューブ実用化研究センター 1 1   1     3   

材料・化学領域 
機能材料コンピュテーショナルデザイン研究

センター 
2     2     4   

材料・化学領域 磁性粉末冶金研究センター 3 1 1       4 1

エレクトロニクス・製造領域 ナノエレクトロニクス研究部門 3     4   1 7 1

エレクトロニクス・製造領域 電子光技術研究部門 2 2 3 9   8 13 11

エレクトロニクス・製造領域 製造技術研究部門 7 2 6 2 1   12 6

エレクトロニクス・製造領域 スピントロニクス研究センター 1   1 2 1 2 4 3

エレクトロニクス・製造領域 フレキシブルエレクトロニクス研究センター 2     1     3   

エレクトロニクス・製造領域 先進コーティング技術研究センター 2   1 4 1 3 7 4

エレクトロニクス・製造領域 集積マイクロシステム研究センター 1           1   

地質調査総合センター 活断層・火山研究部門 3 1         4   

地質調査総合センター 地圏資源環境研究部門       1   2 1 2

地質調査総合センター 地質情報研究部門 2 3         5   

計量標準総合センター 工学計測標準研究部門       2 1 1 3 1

計量標準総合センター 物理計測標準研究部門       1   1 1 1

計量標準総合センター 物質計測標準研究部門 1 1   2 2 1 6 1

計量標準総合センター 分析計測標準研究部門       1   2 1 2

  小計 144 73 142 85 13 66 315 208

その他 フェロー、本部・事業組織等 10 2   3 1   16   

  合計 154 75 142 88 14 66 331 208
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表9 連携大学院大学別派遣教員数および受入学生数                                       平成30年3月31日現在 

No. 地域 
国公私立 

の別 
大学名 学科名 

派遣教員数・受入学生数 

教授 准教授他 教員数計 学生

1 北海道 国立 北海道大学 情報科学研究科 1 2 3 2

       生命科学院 4 2 6 9

       総合化学院 2   2   

       農学院 4 4 8 6

2 東北 国立 東北大学 理学研究科 3 2 5   

3 東北 国立 山形大学 理工学研究科 5 1 6 1

4 東北 国立 福島大学 共生システム理工学研究科 2   2   

5 関東 国立 茨城大学 理工学研究科 1 1 2 2

6 関東 国立 筑波大学 システム情報工学研究科 13 7 20 47

       人間総合科学研究科 5 4 9 14

       数理物質科学研究科 13 7 20 12

       生命環境科学研究科 5 3 8 8

      筑波大学（協働大学院） グローバル教育院 2 1 3   

7 関東 国立 宇都宮大学 工学研究科 1   1   

8 関東 国立 群馬大学 理工学府 1 1 2   

9 関東 国立 埼玉大学 理工学研究科 8 2 10 2

10 関東 国立 千葉大学 医学研究院 3   3   

        工学研究科 1   1   

        理学研究院 2   2   

        理学研究科 1   1   

11 関東 国立 東京大学 新領域創成科学研究科 5 7 12 15

12 関東 国立 東京工業大学 環境・社会理工学院 1   1 1

        工学院 2   2   

        情報理工学院 2 1 3   

        物質理工学院 1   1   

13 関東 国立 東京農工大学 工学府 5 2 7 9

14 関東 国立 お茶の水女子大学 人間文化創成科学研究科 1 1 2   

15 関東 国立 横浜国立大学 環境情報研究院   1 1   

16 関東 国立 長岡技術科学大学 工学研究科 2 2 4   

17 関東 公立 首都大学東京 システムデザイン研究科 3 1 4 1

        理工学研究科 4 2 6   

18 関東 公立 横浜市立大学 生命医科学研究科 2   2   

19 中部 国立 金沢大学 自然科学研究科 1 1 2   

20 中部 国立 北陸先端科学技術大学院大学 マテリアルサイエンス研究科 1 1 2   

        先端科学技術研究科 2 1 3   

21 中部 国立 岐阜大学 工学研究科 3   3   

        連合創薬医療情報研究科 1 1 2   

        連合農学研究科 4 4 8   

        自然科学技術研究科 3   3   

22 中部 国立 名古屋大学 工学研究科 2   2 3

23 中部 国立 名古屋工業大学 工学研究科 2   2 1

24 関西 国立 福井大学 工学研究科 1   1   

25 関西 国立 京都工芸繊維大学 工芸科学研究科   1 1   

26 関西 国立 大阪大学 理学研究科 4   4 1

27 関西 国立 神戸大学 工学研究科 4 4 8 4

        人間発達環境学研究科 1 1 2   

28 関西 国立 奈良先端科学技術大学院大学 情報科学研究科 3 1 4 1

29 関西 国立 和歌山大学 システム工学研究科 1   1   

30 中国 国立 広島大学 工学研究科 2 1 3   

        生物圏科学研究科 1 1 2   

        先端物質科学研究科 1 1 2   

31 四国 国立 香川大学 農学研究科 2 1 3   

32 九州 国立 九州大学 総合理工学研究院 2 1 3 2

33 九州 国立 九州工業大学 生命体工学研究科 1   1   

34 九州 国立 佐賀大学 工学系研究科 4   4 1
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No. 地域 
国公私立 

の別 
大学名 学科名 

派遣教員数・受入学生数 

教授 准教授他 教員数計 学生

35 九州 国立 熊本大学 自然科学研究科 1   1   

36 九州 国立 鹿児島大学 理工学研究科 2 1 3   

        国公立大学小計 154 75 229 142

37 東北 私立 東北学院大学 工学研究科 5   5 2

38 関東 私立 東邦大学 理学研究科 8 2 10 5

39 関東 私立 千葉工業大学 工学研究科 1   1 2

40 関東 私立 東京理科大学 基礎工学研究科 5 1 6 9

        理学研究科 3   3 2

        理工学研究科 14 2 16 18

41 関東 私立 東京電機大学 工学研究科 5   5 1

42 関東 私立 芝浦工業大学 理工学研究科 2 1 3 2

43 関東 私立 日本大学 工学研究科 3   3 1

        理工学研究科 1   1 1

44 関東 私立 上智大学 理工学研究科 1   1   

45 関東 私立 立教大学 理学研究科 3   3 1

46 関東 私立 青山学院大学 理工学研究科 1 2 3 1

47 関東 私立 早稲田大学 理工学術院 2 5 7 3

48 関東 私立 東京都市大学 工学研究科 3   3 4

49 関東 私立 明治大学 理工学研究科 5   5 2

50 関東 私立 中央大学 理工学研究科 4   4 1

51 関東 私立 神奈川工科大学 工学研究科 8   8 1

52 中部 私立 金沢工業大学 工学研究科 2   2   

53 中部 私立 大同大学 工学研究科 1   1   

54 中部 私立 中部大学 工学研究科 2   2 2

55 中部 私立 愛知工業大学 工学研究科 2   2 1

56 関西 私立 関西大学 理工学研究科 3   3 2

57 関西 私立 関西学院大学 理工学研究科 3 1 4 5

58 関西 私立 近畿大学 システム工学研究科 1   1   

        私立大学小計 88 14 102 66

        合計 242 89 331 208

（注）教授、准教授以外の役職で登録されている場合は准教授とする 
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9）依頼出張・受託出張 
 外部機関からの要請により、研究打ち合わせ、調査、講演等のために、職員が出張する制度である。 

 

表10 依頼・受託出張ユニット別人数一覧 平成30年3月31日現在 

領域 研究ユニット 大学 独法等 大企業 中小企業 国等 その他 合計

エネルギー・環境領域 創エネルギー研究部門 3 4         7

エネルギー・環境領域 電池技術研究部門 4 3 1   3 4 15

エネルギー・環境領域 省エネルギー研究部門 8 2       3 13

エネルギー・環境領域 環境管理研究部門 1 15 1     1 18

エネルギー・環境領域 安全科学研究部門 1 4     2   7

エネルギー・環境領域 太陽光発電研究センター 6 10   1 1 3 21

エネルギー・環境領域 再生可能エネルギー研究センター 7 1     5 2 15

エネルギー・環境領域 先進パワーエレクトロニクス研究センター 2 1 1     1 5

生命工学領域 創薬基盤研究部門 1   2     2 5

生命工学領域 バイオメディカル研究部門 8   4 1   30 43

生命工学領域 健康工学研究部門 15 4       1 20

生命工学領域 生物プロセス研究部門 11 9   5   16 41

生命工学領域 創薬分子プロファイリング研究センター 13     1   1 15

情報・人間工学領域 情報技術研究部門 4 2         6

情報・人間工学領域 人間情報研究部門 6 5     2 1 14

情報・人間工学領域 知能システム研究部門 1 2     3 1 7

情報・人間工学領域 自動車ヒューマンファクター研究センター 1 2     2   5

情報・人間工学領域 ロボットイノベーション研究センター 2 2     2   6

情報・人間工学領域 人工知能研究センター 5 9 1   5 5 25

材料・化学領域 機能化学研究部門   5     1 1 7

材料・化学領域 化学プロセス研究部門               

材料・化学領域 ナノ材料研究部門   1         1

材料・化学領域 無機機能材料研究部門 3 1         4

材料・化学領域 構造材料研究部門   2     1 1 4

材料・化学領域 触媒化学融合研究センター 2 2         4

材料・化学領域 ナノチューブ実用化研究センター 1 1         2

材料・化学領域 
機能材料コンピュテーショナルデザイン研究セ

ンター 
6 11     1 4 22

材料・化学領域 磁性粉末冶金研究センター 2 1         3

エレクトロニクス・製造領域 ナノエレクトロニクス研究部門 6 3       1 10

エレクトロニクス・製造領域 電子光技術研究部門 13 2     1 1 17

エレクトロニクス・製造領域 製造技術研究部門 1 10     2   13

エレクトロニクス・製造領域 スピントロニクス研究センター               

エレクトロニクス・製造領域 フレキシブルエレクトロニクス研究センター               

エレクトロニクス・製造領域 先進コーティング技術研究センター 2 1         3

エレクトロニクス・製造領域 集積マイクロシステム研究センター               

地質調査総合センター 活断層・火山研究部門 18 6 1   11 7 43

地質調査総合センター 地圏資源環境研究部門 2 2       1 5

地質調査総合センター 地質情報研究部門 56 2     1 3 62

計量標準総合センター 工学計測標準研究部門 12   6     2 20

計量標準総合センター 物理計測標準研究部門 4 5 1   1   11

計量標準総合センター 物質計測標準研究部門 5 16 1 1 10 10 43

計量標準総合センター 分析計測標準研究部門   6       4 10

  小計 232 152 19 9 54 106 572

その他 フェロー、本部・事業組織等 14 4 2 1 13 4 38

  合計 246 156 21 10 67 110 610

※国内案件のみ 
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10）委員の委嘱 

 産総研の職員が外部の委員等に就任し、必要とされる情報、アドバイス等の提供を行う。 

 

表11 委員の委嘱ユニット別人数一覧 平成30年3月31日現在 

領域 研究ユニット 大学 独法等 大企業 中小企業 国等 その他 合計

エネルギー・環境領域 創エネルギー研究部門 5 32   1   18 56

エネルギー・環境領域 電池技術研究部門 9 69     3 15 96

エネルギー・環境領域 省エネルギー研究部門 5 78     5 18 106

エネルギー・環境領域 環境管理研究部門 10 47     5 9 71

エネルギー・環境領域 安全科学研究部門 4 39 1 1 11 36 92

エネルギー・環境領域 太陽光発電研究センター 7 46 4 1 7 20 85

エネルギー・環境領域 再生可能エネルギー研究センター 1 30 1 3 10 28 73

エネルギー・環境領域 先進パワーエレクトロニクス研究センター 3 13     1 2 19

生命工学領域 創薬基盤研究部門 5 7 1 1 2 1 17

生命工学領域 バイオメディカル研究部門 10 19     1 7 37

生命工学領域 健康工学研究部門 20 38   1 5 15 79

生命工学領域 生物プロセス研究部門 7 12   1 4 7 31

生命工学領域 創薬分子プロファイリング研究センター 8 1         9

情報・人間工学領域 情報技術研究部門 7 68     6 4 85

情報・人間工学領域 人間情報研究部門 15 91 3   12 24 145

情報・人間工学領域 知能システム研究部門 2 69 10 1 9 10 101

情報・人間工学領域 自動車ヒューマンファクター研究センター 4 19 1   4 1 29

情報・人間工学領域 ロボットイノベーション研究センター 5 47 9 2 8 11 82

情報・人間工学領域 人工知能研究センター 10 40 5   7 6 68

材料・化学領域 機能化学研究部門 4 46   1 2 16 69

材料・化学領域 化学プロセス研究部門 3 24       10 37

材料・化学領域 ナノ材料研究部門 4 20       11 35

材料・化学領域 無機機能材料研究部門 2 50     7 17 76

材料・化学領域 構造材料研究部門 1 46   1   15 63

材料・化学領域 触媒化学融合研究センター 8 25     3 2 38

材料・化学領域 ナノチューブ実用化研究センター   6       1 7

材料・化学領域 
機能材料コンピュテーショナルデザイン研究セン

ター 
9 17       2 28

材料・化学領域 磁性粉末冶金研究センター   20         20

エレクトロニクス・製造領域 ナノエレクトロニクス研究部門 6 79     4 13 102

エレクトロニクス・製造領域 電子光技術研究部門 12 52     2 2 68

エレクトロニクス・製造領域 製造技術研究部門 3 73 1 1 4 18 100

エレクトロニクス・製造領域 スピントロニクス研究センター 1 6     1   8

エレクトロニクス・製造領域 フレキシブルエレクトロニクス研究センター 3 6       1 10

エレクトロニクス・製造領域 先進コーティング技術研究センター 3 15     1 2 21

エレクトロニクス・製造領域 集積マイクロシステム研究センター 3 18     1 7 29

地質調査総合センター 活断層・火山研究部門 12 65 1   51 34 163

地質調査総合センター 地圏資源環境研究部門 4 53 1 2 15 33 108

地質調査総合センター 地質情報研究部門 5 37 1   18 40 101

計量標準総合センター 工学計測標準研究部門 1 260     10 10 281

計量標準総合センター 物理計測標準研究部門   135 2   16 6 159

計量標準総合センター 物質計測標準研究部門 3 124     15 25 167

計量標準総合センター 分析計測標準研究部門 10 131     5 30 176

  小計 234 2,073 41 17 255 527 3,147

その他 フェロー、本部・事業組織等 43 256 7 5 137 92 540

  合計 277 2,329 48 22 392 619 3,687

※国内案件のみ 
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2．海外機関等との連携 

1）海外出張 

 研究の推進を目的とした職員の海外出張について、平成29年度の出張者総数（国・地域別）は、3,604名。実出張

者数（組織別）は、3,395名。分類のカテゴリーは以下のとおり。 

産総研予算による出張（一部外部予算の充当を含む）…運営費交付金等により行う出張 

外部予算による出張…文部科学省科学研究費補助金等、外部予算により行う出張 

依頼出張…外部機関からの依頼による出張。依頼元は、公益法人、民間企業、海外の大学・研究機関等。 

 

表12 平成29年度外国出張者数（国・地域別） 

                

              人数 

                

国・地域名 

計 

1.産総研予算に

よる出張（一部

外部予算の充当

を含む） 

2.外部予算 

による出張 
3.依頼出張 

アジア・大洋州地域 

インド 94 81 13  

インドネシア 35 9 21 5 

韓国 255 146 85 24 

カンボジア 7 7   

シンガポール 84 48 35 1 

スリランカ 2 2   

タイ 118 88 19 11 

台湾 127 81 39 7 

中国 267 127 113 27 

日本（海外在住） 19 13 6  

ネパール 2  1 1 

フィリピン 18 14 3 1 

ベトナム 23 17 4 2 

マレーシア 33 21 11 1 

ミャンマー 4  2 2 

モンゴル 4 3 1  

ラオス 12 5 7  

オーストラリア  83 38 42 3 

ニュージーランド 19 9 7 3 

パプアニューギニア 1 1   

米州地域 

米国 933 458 454 21 

カナダ 89 46 43  

アルゼンチン 7 5 2  

チリ 3  3  

プエルトリコ 1 1   

ブラジル 10 2 8  

メキシコ 11 5 6  

ヨーロッパ地域 

アイスランド 1   1 

アイルランド 17 4 12 1 

イタリア 114 53 52 9 

ウクライナ 3 1 2  

英国 184 97 81 6 

オーストリア 48 24 21 3 

オランダ 76 41 34 1 
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              人数 

                

国・地域名 

計 

1.産総研予算に

よる出張（一部

外部予算の充当

を含む） 

2.外部予算 

による出張 
3.依頼出張 

ギリシア 13 5 7 1 

クロアチア 3 1 2  

スイス 83 40 33 10 

スウェーデン 45 27 17 1 

スペイン 47 30 13 4 

スロバキア 5 3 2  

スロベニア 2 1  1 

チェコ 32 12 19 1 

デンマーク 23 15 7 1 

ドイツ 269 139 121 9 

ノルウェー 9 1 7 1 

ハンガリー 7 1 5 1 

フィンランド 24 13 11  

フランス 184 116 63 5 

ブルガリア 2  2  

ベルギー 37 20 16 1 

ポーランド 13 3 10  

ポルトガル 33 13 20  

マルタ 1 1   

ルーマニア 5 4 1  

ロシア 23 16 5 2 

その他 

アラブ首長国連邦 8 7 1  

イスラエル 6 2 4  

ウガンダ 3 3   

ケニア 5 3 2  

サウジアラビア 2 1  1 

トルコ 3 3   

南アフリカ 13 2 11  

合 計 3,604 1,929 1,506 169 

※1つの出張で数ヶ国にまたがる場合には、それぞれの国にカウントしております。 
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表13 平成29年度外国出張者数（組織別） 

                

            人数  

                

  

組織別 

計 

1.産総研予算に

よる出張（一部

外部予算の充当

を含む） 

2.外部予算 

による出張 
3.依頼出張 

理事長、理事、フェロー、顧問 36 36   

エネルギー・環境領域 626 290 295 41 

生命工学領域 321 181 128 12 

情報・人間工学領域 708 293 402 13 

材料・化学領域 420 224 177 19 

エレクトロニクス・製造領域 446 258 176 12 

地質調査総合センター 286 153 105 28 

計量標準総合センター 408 269 111 28 

本部組織 96 83 11 2 

事業組織 23 7 6 10 

特別の組織 25 25 

合 計 3,395 1,819 1,411 165 

 

 

表14 平成29年度外国出張者数（目的別） 

                

              人数  

                

  

目的 

計 

1.産総研予算に

よる出張（一部

外部予算の充当

を含む） 

2.外部予算 

による出張 
3.依頼出張 

 国際会議 1,595 896 625 74 

 学会等 983 489 475 19 

 動向調査 218 111 101 6 

 実地調査 117 61 50 6 

 在外研究 54 39 14 1 

 共同研究 265 132 123 10 

 技術協力 52 33 8 11 

 交渉折衝 64 51 13  

 在外研修 9 7 2  

 その他 38 38 

合 計 3,395 1,819 1,411 165 

 

【各区分の定義】 

国際会議・学会等：国際会議や学会への参加  

動向調査：海外の大学・研究所・企業等を訪問し、動向を調査 

実地調査：地質調査等の野外における調査 

在外研究：海外の大学・研究所等における研究 

共同研究：海外の大学・研究所等との共同研究の実施 

技術協力：JICA 専門家等として、海外機関における技術協力 

交渉折衝：海外の大学・研究所等における交渉、折衝 

在外研修：海外の大学・研究所等における研修 

その他：上記に属しないもの 
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2）外国人研究者受入 

 研究の推進を目的として、海外の研究機関、大学等から外国人研究者の受け入れを実施している。平成29年度は、

149名を受け入れた。 

 

表15 平成29年度外国人研究者受入実績 

受入制度 受入人数 

外国人外来研究員 

（内 JSPS フェロー11人） 
149 

合 計 149 
 

※新規受入分、滞在6日以上 

 

【各区分の定義】 

・外来研究員：産総研以外の者であって、自己の知見、経験等を活かし研究の推進に協力するために行う研究、調査、

指導、助言等を行う者で原則として5年以上研究に従事した者をいう。 

・JSPS フェロー：JSPS フェローシップにより来日している外国人外来研究員 

 

表16 平成29年度外国人研究者受入実績（国・地域別） 

              人数 

国・地域別 外来研究員 

アジア・大洋州地域 

インド 21 
インドネシア 1 
韓国 7 
カンボジア 2 
スリランカ 1 
タイ 9 
台湾 5 
中国 53 
フィリピン 4 
ベトナム 6 
米州地域 

米国 8 
カナダ 4 
ブラジル 1 
ヨーロッパ地域 

アイスランド 1 
英国 3 
イタリア 1 
ギリシャ 3 
チェコ 1 
ハンガリー 1 
フィンランド 1 
フランス 5 
ポーランド 3 
リトアニア 1 
ロシア 2 
その他の地域 
イスラエル 2 
エチオピア 2 
チュニジア 1 

合 計 149 
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表17 平成29年度外国人研究者受入実績（組織別） 

領域 研究ユニット 人数 

エネルギー・環境領域 創エネルギー研究部門 2 

エネルギー・環境領域 電池技術研究部門 2 

エネルギー・環境領域 省エネルギー研究部門 10 

エネルギー・環境領域 環境管理研究部門 11 

エネルギー・環境領域 安全科学研究部門 3 

エネルギー・環境領域 太陽光発電研究センター 4 

エネルギー・環境領域 再生可能エネルギー研究センター 1 

エネルギー・環境領域 先進パワーエレクトロニクス研究センター 1 

エネルギー・環境領域 エネルギー化学材料オープンイノベーションラボラトリ 1 

エネルギー・環境領域 水素材料強度ラボラトリ 1 

生命工学領域 創薬基盤研究部門 2 

生命工学領域 バイオメディカル研究部門 25 

生命工学領域 生物プロセス研究部門 3 

生命工学領域 健康工学研究部門 1 

情報・人間工学領域 情報技術研究部門 2 

情報・人間工学領域 人間情報研究部門 7 

情報・人間工学領域 知能システム研究部門 1 

情報・人間工学領域 人工知能研究センター 13 

材料・化学領域 無機機能材料研究部門 1 

材料・化学領域 機能材料コンピュテーショナルデザイン研究センター 2 

材料・化学領域 触媒化学融合研究センター 1 

材料・化学領域 
数理先端材料モデリングオープンイノベーションラボラ

トリ 
1 

エレクトロニクス・製造領域 電子光技術研究部門 11 

エレクトロニクス・製造領域 スピントロニクス研究センター 1 

地質調査総合センター 活断層・火山研究部門 6 

地質調査総合センター 地圏資源環境研究部門 6 

地質調査総合センター 地質情報研究部門 3 

計量標準総合センター 工学計測標準研究部門 3 

計量標準総合センター 物理計測標準研究部門 2 

計量標準総合センター 物質計測標準研究部門 1 

計量標準総合センター 分析計測標準研究部門 9 

計量標準普及センター 国際計量室 9 

  TIA 推進センター 3 

   計 149 
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3）国際技術研修 

 「国立研究開発法人産業技術総合研究所技術研修規程」（13規程第23号）に則り、外国の大学および研究機関等から

派遣された者に対して研究所が蓄積してきた技術ポテンシャルを基に、産業科学技術の発展および継承を図るために技

術研修を実施している。 

 また、(独)国際協力機構（JICA）や(独)日本学術振興会（JSPS）からの依頼により、JICA 集団研修、個別研修、

JSPS サマープログラム研修を実施している。 

 平成29年度は、6日以上滞在の技術研修員受入数は96名、5日以下10名の総数106名を受け入れた。 

（平成28年度から継続滞在 [6日以上滞在8名] を含むと、114名となる。） 

 
表18 平成29年度 国際技術研修受入実績（制度別） 

制   度 6日以上 5日以下 計 
技術研修（JICA／サマー研修以外） 82 10 92 
JSPS サマープログラム研修 3  3 
JICA 集団研修 11  11 
  小 計 96 10 106 

 

   平成28年度からの継続 

技術研修 8  8 
  小 計 8  8 

      
 合 計 104    10 114 

 

表19 平成29年度 国際技術研修受入実績（組織別） （6日以上滞在） 

領域 研究ユニット 計 JICA 
ｻﾏｰﾌﾟﾛ

ｸﾞﾗﾑ 
技術研修

エネルギー・環境領域 創エネルギー研究部門 1     1

エネルギー・環境領域 省エネルギー研究部門 2     2

エネルギー・環境領域 環境管理研究部門 11     11

エネルギー・環境領域 太陽光発電研究センター 1     1

エネルギー・環境領域 
エネルギー化学材料オープンイノベーショ

ンラボラトリ 
1   1

生命工学領域 バイオメディカル研究部門 3    3

生命工学領域 健康工学研究部門 2   2

生命工学領域 生物プロセス研究部門 6  2 4

情報・人間工学領域 情報技術研究部門 17   1 16

情報・人間工学領域 知能システム研究部門 7    7

情報・人間工学領域 人工知能研究センター 5     5

材料・化学領域 化学プロセス研究部門 2     2

材料・化学領域 ナノ材料研究部門 2   2

材料・化学領域 構造材料研究部門 3   3

材料・化学領域 触媒化学融合研究センター 3   3

材料・化学領域 磁性粉末冶金研究センター 1   1

エレクトロニクス・製造領域 電子光技術研究部門 8     8

エレクトロニクス・製造領域 先進コーティング技術研究センター 2     2

地質調査総合センター 活断層・火山研究部門 4   4

地質調査総合センター 地圏資源環境研究部門 11 11  

計量標準総合センター 工学計測標準研究部門 2     2

計量標準総合センター 物質計測標準研究部門 1   1

計量標準総合センター 分析計測標準研究部門 1   1

  合計 96 11 3 82
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表20 平成29年度 国際技術研修 国・地域別受入一覧表 （6日以上滞在） 

 

表21 平成29年度 国際技術研修受入実績（組織別；平成28年度からの継続；6日以上滞在） 

領域 研究ユニット 技術研修 

エネルギー・環境領域 環境管理研究部門 1 

エネルギー・環境領域 太陽光発電研究センター 2 
情報・人間工学領域 知能システム研究部門 2 
情報・人間工学領域 人工知能研究センター 3 

  合計 8 

 

表22 平成29年度 国際技術研修国・地域別受入一覧表 （平成28年度からの継続；6日以上滞在） 

人数  
国・地域別 

技術研修 

  アジア・大洋州地域 
韓国 1 
中国 2 
ブルネイ・ダルサラーム 1 
  ヨーロッパ地域 
アイルランド 1 
スペイン 1 
ドイツ 1 
 その他の地域 
モロッコ 1 

合計 8 
 

 

人数  
国・地域別 

受入人数計 JICA ｻﾏｰﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 技術研修 

  アジア・大洋州地域 
インド 4   4 
インドネシア 2 2   
カンボジア 2 2   
タイ 12   12 
韓国 9   9 
中国 22   22 
日本 4   4 
フィリピン 2   2 
ベトナム 1 1   
マレーシア 6 2  4 
ミャンマー 2 2   
モンゴル 1   1 
ラオス 2 2   
台湾 4   4 
香港 1   1 
オーストラリア 2   2 
  米州地域 
米国 3  1 2 
カナダ 2   2 
ブラジル 1   1 
  ヨーロッパ地域 
英国 1   1 
ドイツ 3  1 2 
フランス 10  1 9 

合計 96 11 3 82 
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4）外国機関等との覚書・契約等 

 外国機関等との組織的な研究協力を推進するにあたり、研究協力覚書を締結している。研究協力覚書は、産総研全体

として諸外国の主要研究機関との連携強化を目指して戦略的に締結する包括研究協力覚書、個別研究分野での研究協力

促進を目的とする個別研究協力覚書の2種類がある。有効な包括研究協力覚書、個別研究協力覚書の実績は表23、24の

とおりである。 

 平成29年度は、組織的な研究協力や人材交流の促進、国際共同研究の提案等のための基盤整備を継続して行うため

に、欧州委員会共同研究センター（JRC）、ハイテクキャンパス・アイントホーヘン（HTCE）、パシフィック・ノース

ウェスト国立研究所（PNNL）と包括研究協力覚書の新規締結を行い、科学技術省バイオテクノロジー庁（DBT）、フ

ラウンホーファー研究機構（FhG）、中国科学院（CAS）、上海交通大学（SJTU）、連邦科学産業研究機構（CSIRO）

との間で5件の包括研究協力覚書の更新を行った。また研究協力覚書に基づいて、研究機関との間でワークショップ等

を実施し、連携成果の確認や新たな研究連携課題の探索等、情報交換の場を設けた。これにより各外国機関等との科学

技術分野での連携を実施し、研究協力活動、研究者交流の促進を図っている。 

 

表23 外国機関等との包括研究協力覚書 

国・地域名 機関名 

アジア・大洋州地域 

インド 

科学技術省バイオテクノロジー庁 
（DBT: Department of Biotechnology , Ministry of Science and Technology） 
科学技術省科学産業研究機構 
（CSIR: Council of Scientific and Industrial Research） 

中国 

中国科学院 
（CAS: Chinese Academy of Sciences） 
上海交通大学 
（SJTU: Shanghai Jiao Tong University） 

台湾 
工業技術研究院 
（ITRI: Industrial Technology Research Institute） 

インドネシア 
インドネシア技術評価応用庁 
（BPPT: Agency for the Assessment and Application of Technology） 

マレーシア マレーシア標準・工業研究所 
 (SIRIM Berhad) 

ベトナム 
ベトナム科学技術院 
（VAST: Vietnam Academy of Science and Technology） 

タイ 

国家科学技術開発庁 
（NSTDA: National Science and Technology Development Agency） 
タイ国科学技術研究所 
（TISTR: Thailand Institute of Scientific and Technological Research） 

オーストラリア 
連邦科学産業研究機構 
（CSIRO: Commonwealth Scientific and Industrial Research Organisation） 

モンゴル・日本 

モンゴル鉱物資源・エネルギー省 
（MMRE: Ministry of Mineral Resources and Energy in Mongolia）、 
独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構 
（JOGMEC: Japan Oil, Gas and Metals National Corporation） 

米州地域 

米国 

国立標準技術研究所 
（NIST: National Institute of Standards and Technology） 

ローレンス・バークレー国立研究所 
（LBNL: Lawrence Berkeley National Laboratory） 
国立再生可能エネルギー研究所 
（NREL: National Renewable Energy Laboratory） 
ロスアラモス国立研究所 
（LANL: Los Alamos National Laboratory） 
ローレンス・リバモア国立研究所 
（LLNL: Lawrence Livermore National Laboratory） 
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国・地域名 機関名 
サンディア国立研究所 
（SNL: Sandia National Laboratories） 
オークリッジ国立研究所 
（ORNL: Oak Ridge National Laboratory） 
※有効期限：～2017/5/8 
サバンナリバー国立研究所 
（SRNL: Savannah River National Laboratory） 
※有効期限：～2017/4/10 
ブルックヘブン国立研究所 
（BNL: Brookhaven National Laboratory） 
パシフィック・ノースウェスト国立研究所 
（PNNL: Pacific Northwest National Laboratory）* 

ヨーロッパ地域 

ノルウェー 

ノルウェー科学技術大学 
（NTNU: Norwegian University of Science and Technology) 
エネルギー技術研究所 
（IFE: Institute for Energy Technology） 
産業科学技術研究所 
（SINTEF: The Foundation for Scientific and Industrial Research） 

フィンランド 
フィンランド技術研究センター 
（VTT: Technical Research Centre of Finland） 

オランダ 
ハイテクキャンパス・アイントホーヘン 
（HTCE: High Tech Campus Eindhoven）* 

フランス 

国立科学研究センター 
（CNRS: Centre National de la Recherche Scientifique） 
原子力代替エネルギー庁技術研究部門 
（CEA-DRT: Commissariat à l'Energie Atomique et aux énergies alternatives） 

ドイツ 

フラウンホーファー研究機構 
（FhG: Fraunhofer-Gesellschaft zur Förderung der angewandten Forschung e. 
V.） 

ドイツ航空宇宙センター 
（DLR: German Aerospace Center） 

ベルギー 

IMEC インターナショナル 
（IMEC: IMEC International） 
欧州委員会 共同研究センター 
（JRC: Joint Research Centre of the European Commission）* 

注）平成29年度に有効な包括研究協力覚書。*印は29年度新規締結分。 

 
 
表24 外国機関等との個別研究協力覚書 

国・地域名 機関名 研究ユニット名 
アジア・大洋州地域 

タイ 

タイ国立計量研究所 
（NIMT: National Institute of Metrology, Thailand） 

計量標準総合センター 

タイ天然資源環境省鉱物資源局 
（DMR: Department of Mineral Resources, Ministry of 
Natural Resources and Environment） 

地質調査総合センター 

アジア工科大学 
（AIT: Asian Institute of Technology） 

情報技術研究部門 

マヒドン大学情報通信学部 
（ICT: Faculty of Information and Communication 
Technology, Mahidol University） 

情報技術研究部門 

インドネシア 
インドネシア・エネルギー鉱物資源省地質総局 
（GA: Geological Agency of the Ministry of Energy and 
Mineral Resources of the Republic of Indonesia） 

地質調査総合センター 
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国・地域名 機関名 研究ユニット名 

シンガポール 
科学技術研究局 
（A*STAR: Agency for Science, Technology and Research）*

情報・人間工学研究領域 

オーストラリア 
オーストラリア国立標準研究所 
（NMIA: National Measurement Institute, Australia） 

計量標準総合センター 

ニュージーランド 
ニュージーランド GNS サイエンス 
（GNS: GNS Science） 

地質調査総合センター 

モンゴル 
モンゴル鉱物資源石油管理庁 
（MRPAM: Mineral Resources and Petroleum Authority of 
Mongolia） 

地質調査総合センター 

ミャンマー 
ミャンマー鉱山省地質調査・鉱物資源局 
（DGSE: Department of Geological Survey and Mineral 
Exploration, Ministry of Mines） 

地質調査総合センター 

韓国 

韓国標準科学研究院 
（KRISS: Korea Research Institute of Standards and 
Science） 

計量標準総合センター 

韓国技術標準院 
（KATS: Korean Agency for Technology and Standards） 

計量標準総合センター 

韓国地質資源研究院 
（KIGAM: Korea Institute of Geoscience and Mineral 
Resources） 

地質調査総合センター 

韓国窯業技術院 
（KICET: Korea Institute of Ceramic Engineering and 
Technology） 

無機機能材料研究部門 

台湾 
国立成功大学防災研究センター 
（DPRC-NCKU: Disaster Prevention Research Center, 
National Cheng Kung University） 

活断層・火山研究部門 

中国 

中国計量科学研究院 
（NIM: National Institute of Metrology） 

計量標準総合センター 

華東理工大学 
（ECUST: East China University of Science and 
Technology） 
※有効期限：～2017/5/15 

機能化学研究部門 

中国国土資源部地質調査局 
（CGS: China Geological Survey, The Ministry of Land and 
Resources）* 

地質調査総合センター 

中国・韓国 

中国計量科学研究院 
（NIM: National Institute of Metrology）、 
韓国標準科学研究院 
（KRISS: Korea Research Institute of Standards and 
Science） 

計量標準総合センター 

米州地域 

カナダ 
カナダ天然資源省 
（NRCan: Department of Natural Resources Canada） 

地質調査総合センター 

米国 

米国地質調査所 
（USGS: U.S. Geological Survey） 

地質調査総合センター 

カリフォルニア大学サンディエゴ校 
（UCSD: University of California, San Diego）* 

情報・人間工学研究領域 

メキシコ 
メキシコ計量センター 
（CENAM: National Center for Metrology） 

計量標準総合センター 

ブラジル 

ブラジル国立工業度量衡・品質規格院 
（INMETRO: National Institute of Metrology, Quality and 
Technology） 

計量標準総合センター 

ブラジル鉱産局 
（DNPM: National Department of Mineral Production） 
※有効期限：～2017/12/20 

地質調査総合センター 

アルゼンチン 
アルゼンチン地質鉱物資源調査所 
（SEGEMAR: Argentine Geological and Mining） 

地質調査総合センター 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(1009) 

国・地域名 機関名 研究ユニット名 
ヨーロッパ地域 

オーストリア 
オーストリア地質調査所 
（GBA: The Geological Survey of Austria） 

地質調査総合センター 

スイス 
スイス連邦材料科学技術研究所 
（Empa: Swiss Federal Laboratories for Materials Science 
and Technology） 

材料・化学領域 

ドイツ 

ドイツ連邦物理工学研究所 
(PTB: Physikalisch-Technische Bundesanstalt) 

計量標準総合センター 

パウル・ドルーテ固体電子工学研究所 
（PDI: Paul Drude Institute for Solid State Electronics） 
※有効期限：～2017/5/31 

ナノエレクトロニクス研究部

門 

ドイツ人工知能研究センター 
（DFKI: German Research Center for Artificial Intelligence）

情報・人間工学領域 

オランダ 
オランダ計量研究所 
（NMi: NMi Certin B.V the Nederlands Meetinstituut） 

計量標準総合センター 

ロシア 
ロシア計量試験科学研究所 
（VNIIMS: Russian Scientific-Research Institute for 
Metrological Service of Gosstandart of Russia） 

計量標準総合センター 

英国 

シェフィールド大学 
（The University of Sheffield） 

省エネルギー研究部門 

マンチェスター大学 
（The University of Manchester）* 

情報・人間工学領域 

フランス 

国際度量衡局 
（BIPM: International Bureau of Weights and Measures） 

計量標準総合センター 

フランス地質鉱山研究所 
（BRGM: Bureau de Recherches Géologiques et Minières） 

地質調査総合センター 

イタリア 
イタリア地球物理学・火山学研究所 
（INGV: Istituto Nazionale di Geofisica e Vulcanologia） 

地質調査総合センター 

その他の地域 

トルコ 
トルコ鉱物資源開発調査総局 
（MTA: General Directorate of Mineral Research and 
Exploration of the Republic of Turkey） 

地質調査総合センター 

南アフリカ 
南アフリカ地質調査所 
（CGS：Council for Geoscience） 

地質調査総合センター 

米国・ドイツ 

国立再生可能エネルギー研究所 
（NREL: National Renewable Energy Laboratory）、 
フラウンホーファー研究機構太陽エネルギーシステム研究所 
（Fraunhofer ISE: Fraunhofer-Institut für Solare 
Energiesysteme ISE, Fraunhofer-Gesellschaft zur Förderung 
der angewandten Forschung e.V.） 

太陽光発電研究センター 

APMP 加盟国 
アジア太平洋計量計画 
（APMP: Asia Pacific Metrology Program） 

計量標準総合センター 

アボガドロ定数協定

加盟国 

国際度量衡局 
（BIPM: Bureau International des Poids et Mesures）、 
イタリア計量研究所 
（INRIM: Istituto Nazionale di Ricerca Metrologica）、 
オーストラリア国立標準研究所 
（NMIA: National Measurement Institute, Australia）、 
ドイツ連邦物理工学研究所 
（PTB: Physikalisch-Technische Bundesanstalt） 

計量標準総合センター 

注）平成29年度に有効な個別研究協力覚書。 *印は29年度新規締結分。 

 

 

 

 

 



事業組織・本部組織業務 

(1010) 

5）その他の連携活動 

 

表25 平成29年度 主な国際シンポジウム等（国際連携室扱い） 

国際シンポジウム等名称 開催場所 開催期間 備考 

ローレンス・リバモア国立研究所(LLNL)
とのワークショップ 

リバモア（米国） 2017年8月11日 共催 

第6回世界研究機関長会議 京都（日本） 2017年9月30日 共催 

台湾工業技術研究院（ITRI）とのワークシ

ョップ 
台北（台湾） 2017年10月30日、31日 共催 

 

 

表26 平成29年度 主な外国要人来訪（時系列順） 

国地域名・機関名・役職 来訪者 

カナダ先端研究機構（CIFAR）副理事長 デニス・テリエン 

シンガポール科学技術研究庁（A*STAR）長官 リム・チャン・ポー 
フランス パリ・サクレー大学 学長 ギルス・ブロック 
ニュージーランド 首相令夫人 メアリー・イングリッシュ 
オランダ ハイテクキャンパス・アイントホーフェン 理事 シーズ・アドミラール 
ドイツ連邦教育研究省 政務次官 シュテファン・ミュラー 
在京米国大使館 経済科学担当公使 ニコラス・ヒル 
台湾国家実験研究院（NARL） 理事長 イエオン・ハワン 
中国科学技術部 部長（大臣級） ガン・ワン 
台湾工業技術研究院（ITRI） ペイゼン・チャン 
ドイツ航空宇宙センター 理事長  パスカル・エーレンフロイント 
英国デジタル・文化・メディア・スポーツ省 デジタル担当大臣 マット・ハンコック 
欧州委員会共同研究センター 所長 ウラジミル・シュハ 
フィンランド教育文化省 事務次官 アニタ・レヒコイネン 
豪州連邦科学産業研究機構（CSIRO） 理事長 ラリー・マーシャル 

フランス原子力・代替エネルギー庁（CEA）長官 ダニエル・ヴェルベルドゥ 

オランダ エネルギー研究センター 所長  アート・ファンデル・パル 

台湾科学技術部（MOST） 国際協力局長 シージー・ジョウ 

台湾科学技術部（MOST）政務次長（副大臣） フォンチン・スー 

ブルガリア 駐日大使 ボリスラフ・コストフ 

ブルガリア教育科学省 大臣顧問 コスタディン・コスタディノフ 

アラブ首長国連邦（UAE） 幸福担当大臣 オフード・ルーミ 

インド科学技術省科学産業研究機構（CSIR） 理事長 ギリッシュ・シャーミ 

デンマーク技術研究所（DFTI） 理事長 ソーレン・スティジャーンヴィスト

ニジェール 駐日大使 イヌッサ・ムスタファ 

タイ 科学技術大臣 スビット・マエシンシー 

米国 材料計測研究所 (MML) 所長代理 マイケル・フォソルカ 

アラブ首長国連邦（UAE） 高等教育・高度技術担当大臣 アハマド・ベルホウル 

タイ 国家食品研究所 所長 ヨンブット・サオバプラック 

※ 公式訪問 全103件 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(1011) 

⑦【地域連携推進部】 

（Regional Collaboration Promotion Division） 

--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第1 

人 員：16名（8名） 

概 要： 

 地域連携推進部は、地域イノベーション推進のため

に必要となる施策・事業の推進に積極的に取り組んで

いる。地域における「橋渡し」を効果的かつ効率的に

行うため、自治体・公設試験研究機関（公設試）等と

の連携を一層推し進めるとともに、公設試と協調して

シームレスな支援サービスを中堅・中小企業に対して

行うこと、及び産総研の「橋渡し」の波及効果を最大

とするために、特に地域における影響力の大きな企業

（地域中核企業）との関係を強化して、地域連携を拡

大することに注力している。 

 具体的な活動として、以下を行っている。①地域企

業のニーズと産総研のシーズを結びつける橋渡し活動

の担い手として、地域の産学官連携に充分な知識と経

験を有する公設試等の職員または OB の方を産総研イ

ノベーションコーディネータ（産総研 IC）として委

嘱、または雇用している。公設試等との連携を更に密

にし、産総研 IC の増強と効果的な活用を図る。②地

域中核企業を訪問する、あるいは地域中核企業を産総

研に招待することによって産総研との連携強化を図る

イベント「テクノブリッジフェア」、ならびに地域中

核企業とのコミュニケーションを一層高めることを目

的とした連携協議体である「テクノブリッジクラブ」

の２つを柱とする「テクノブリッジ事業」を推進する。

各地域センターの「テクノブリッジクラブ」の増強と

活用を促すとともに、「テクノブリッジフェア」の開

催を積極的にサポートする。③自治体との関係強化、

特に新たな連携の枠組みの創出、ならびに既存の連携

の枠組みの活用を図る。④中堅・中小企業への直接的

な連携事業としてのスタートアップ事業を実施し競争

的研究資金への応募を支援するとともに、技術相談等

への対応に積極的に取り組む。⑤公設試相互、及び公

設試と産総研との協力体制を強化することを目的に組

織された産業技術連携推進会議（産技連）のネットワ

ークの活用を進めるとともに、より効果的な事業や制

度を検討・運用していく。⑥各地域センターの連携機

能の強化を進める。例えば、地域センターのスペース

活用や領域との協力体制の強化等に努める。⑦関東甲

信越静地域に対しては、関東地域連携室を中心に連携

強化に努める。 

--------------------------------------------------------------------------- 

 

 

 

 

機構図（2018/3/31現在） 

 

［地域連携推進部］ 

部 長    谷口 正樹 

次 長    池上 敬一 

 

［地域連携企画室］室長(兼) 森田 直樹 

                           

［中小企業連携室］室長(兼) 鈴木 隆之 

                  室長代理 菅原 敏之 

                   

［関東地域連携室］室長   川村 栄浩 

                   

--------------------------------------------------------------------------- 

地域連携企画室 

（Regional Collaboration Planning Office） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

地域の中堅・中小企業及び公設試験研究機関等との

連携強化を通じて、地域イノベーションを推進するこ

とを目的とし、産総研の地域における産学官連携戦略

の策定及び地域センターの産学官連携活動の支援を行

っている。 

 

中小企業連携室 

（SMEs Collaboration Office） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

 ①産業技術連携推進会議事務局として、産総研と公

設試験研究機関とのネットワークの構築・強化に係る

業務、及び公設試験研究機関への各種技術支援事業を

実施している。 

 ②中小企業等との共同研究の推進のため、中小企業

連携コーディネータによるコーディネート活動、及び

中小企業との連携推進事業として、研究開発規模が数

千万円から億円レベルの競争的研究資金の応募を支援

する「地域企業連携スタートアップ事業」等を行って

いる。 

 ③技術相談の総合受付業務等を実施している。 

 

関東地域連携室 

（Kanto Collaboration Office） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

 ①関東甲信越静地域における、公設試験研究機関・

自治体等との連携ネットワークの構築・強化を行うと

ともに、域内の技術開発力を持つ中堅・中小企業等と

の共同研究等による技術移転に向け、研究開発に関す

る情報の収集および発信を行う等、成果普及活動を行

っている。 
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 ②産業技術連携推進会議関東甲信越静地域部会事務

局として、域内の公設試験研究機関とのネットワーク

の構築・強化に関する業務を行っている。 

 ③産学官連携共同研究施設（つくば本部・情報技術

共同研究棟）の運営に関する業務を行っている。 
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1）技術相談 

 産総研が蓄積してきた技術ポテンシャルを基に、民間企業、公設試験研究機関等からの技術相談を受ける。 
1) 平成29年度「技術相談届け出システム」に入力された件数： 4,208件   
  
2) 拠点別相談件数 

拠点名 相談件数 

北海道センター 159

東北センター 62

つくばセンター 2,297

東京本部 9

臨海副都心センター 38

中部センター 1,134

関西センター 316

中国センター 55

四国センター 166

九州センター 116

福島再生可能エネルギー研究所 47

上記の合計（※） 4,399

相談件数（拠点間重複を除いた件数） 4,208

※一相談で複数拠点にまたがる案件は、複数カウントされるため正味の相談件数より大きくなっている。 
 
3) 相談者の分類別相談件数 
相談者の分類 全体件数 

大企業 1,560 37.1 % 

中小企業 1,695 40.3 % 

教育機関 229 5.4 % 

公的機関 367 8.7 % 

放送出版マスコミ 47 1.1 % 

個人 220 5.2 % 

その他 90 2.1 % 

合 計 4,208 100.0 % 
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4）産業技術連携推進会議 

 89の公設試験研究機関（支所を含む）並びに産総研との協力体制を強化し、これらの機関が持つ技術開発力及び

技術指導力をできる限り有効に発現させることにより、機関相互の試験研究を効果的に推進して、産業技術の向上を

図り、我が国の産業の発展に貢献するために、産業技術連携推進会議を設置し運営している。 

 6技術部会と8地域部会（事務局：地域センター産学官連携推進室）及び、8地域産業技術連携推進会議（事務局：

地方経済産業局）を設置し、産業技術関連情報の相互提供、戦略の検討、活動状況及び活動成果の情報発信等を行っ

ている。 

 

産業技術連携推進会議開催実績              平成30年3月31日現在 

部会等名称 開催回数 

総 会 1 
企画調整委員会 1

技 
術 
部 
会 

ライフサイエンス部会 6
情報通信・エレクトロニクス部会 7
ナノテクノロジー・材料部会 12
製造プロセス部会 20
環境・エネルギー部会 7
知的基盤部会 10

地 
域 
部 
会 

北海道地域部会 22
東北地域部会 18
関東甲信越静地域部会 11
東海・北陸地域部会 23
近畿地域部会 25
中国地域部会 23
四国地域部会 16
九州・沖縄地域部会 25

地 
域 
産 
技 
連 

北海道地域産業技術連携推進会議 1

東北地域産業技術連携推進会議 1

関東甲信越静地域産業技術連携推進会議 1

東海北陸地域産業技術連携推進会議 8

近畿地域産業技術連携推進会議 5

中国地域産業技術連携推進会議 3

四国地域産業技術連携推進会議 3

九州・沖縄地域産業技術連携推進会議 13

合  計 262
※技術部会・地域部会の開催回数には傘下の分科会・研究会の開催回数を含む。 
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6）環境安全本部 
（Environment and Safety Headquarters） 
①【環境安全企画部】 
（Environment and Safety Planning Division） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第1 

人 員：18名 

概 要： 

 環境安全企画部は、安心・安全で良好な研究環境を

持続的に提供することを目的として、環境安全本部傘

下各部との有機的連携のもとに、研究環境安全に係る

基本方針の企画及び立案並びに総合調整等を通じて、

産総研としてふさわしい研究環境の創出及び環境負荷

低減に向けたエネルギーの有効活用の促進に関する業

務を行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2018/3/31現在） 

 

［環境安全企画部］ 

部 長  鈴木 浩一 

部総括  小林 富夫 

 

［環境安全企画室］ 

  室  長（兼）     小林 富夫 

室長代理       前田 泰則 

 

［施設計画室］ 

室  長       箕輪 克美 

施設計画グループ長  皆葉 耕治 

施設調達グループ長  吉田 英三 

--------------------------------------------------------------------------- 

平成29年度の主な活動 

1．省エネルギー及び地球温暖化対策 

・省エネルギー及び地球温暖化対策、さらに夏季のピ

ークカットに貢献するため、下記施策を実施した。 

ⅰ) つくばセンター各事業所及び各地域センター等

において、拠点毎の節電対策を策定・実施した。  

  ・空調設備の運転時間の短縮 

  ・厚生別館食堂の営業時間の短縮 

  ・エレベーター利用の抑制 

  ・共用施設の照明間引き点灯 

  ・節電パトロールの実施 等 

ⅱ）空調設備改修において、旧型機器をエネルギー

効率の高い機器へ積極的に更新（1,105室につ

いて平均30 %のエネルギー消費量を低減）し

た。 

ⅲ）使用電力を可視化した「総電力監視システム」

により産総研全体の節電意識の向上を図った。 

各施策により、産総研全体で契約電力の削減（約

3.1 %）を達成した。 

2．施設整備計画の策定と実行 

・基本インフラの更新時期や建物の閉鎖時期を示した

産総研施設整備計画（平成29年度版）を策定した。

計画に基づき、全6棟4,484 m2（危険物倉庫等を含

む）を閉鎖し、既に閉鎖済で解体決定された建物に

ついて、全6棟2,316 m2の解体撤去を完了した。 

3．産総研レポートの作成 

・産総研における環境配慮の取組について、地球温暖

化対策やエネルギー使用の合理化等を「産総研レポ

ート2017社会・環境報告」として公表した。 

4．スペースの有効活用の推進 

・第4期スペース利活用方針に沿って、年2回のスペ

ース巡視などを踏まえて、事業所等スペース委員会

にて各々の年度計画を作成した。 

 ・事業所等の計画や課題についてヒアリングを行い、

産総研全体のスペース利活用計画を策定し、事業所

等の長の主導による効率的な研究スペースの確保及

びスペースの有効活用を推進した。 

5．工事及び工事関連役務の提供等の契約業務 

  契約業務の実績として、工事及び工事関連役務の提 

供等の総契約件数は399件、うち入札によるものは 

103件。 
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施設の整備（平成29年度に完成した施設・設備） 

 

新営棟建設 

（1）目的 

   人工知能（AI）技術に関する最先端の研究開発を推進し、社会実装につなげるため、国内外の叡智を集めた産

学官一体の研究拠点を構築する。 

（2）整備費用 11.2億円（平成28年度補正予算施設整備費補助金） 
工事件名 施 工 工 期 

人工知能に関するグローバル研究拠点 柏ハブ拠点サー

バ棟（仮称）整備事業 大和リース（株）東京本店 
平成28年12月26日 
～平成30年1月22日

人工知能に関するグローバル研究拠点柏ハブ拠点サーバ

棟（仮称）付帯設備整備工事 
富士古河 E&C（株） 

平成29年7月4日 
～平成30年3月31日

 

老朽化対策 

（1）目的 

   安全な研究環境の整備のため、特に老朽化が進んでいる研究廃水処理設備、空調設備などの緊急更新を行う。 

（2）整備費用 45.9億円（平成28年度補正予算施設整備費補助金） 
工事件名 施 工 工 期 

つくば北－8B 棟機械設備（空調）改修その他工事 熱研プラント工業（株） 
平成29年7月21日 
～平成30年2月28日

臨海副都心センター本館機械設備（空調）改修その他工

事 
富士古河 E&C（株） 

平成29年7月24日 
～平成30年3月20日

つくば中央2－1棟他機械設備（空調）改修その他工事 高砂熱学工業（株）茨城営業所 
平成29年7月25日 
～平成30年3月30日

つくば中央6－11棟機械設備（空調）改修その他工事 日本メックス（株） 
平成29年7月26日 
～平成30年3月23日

つくば中央3－10棟機械設備（空調）改修その他工事 （株）大西熱学 
平成29年8月2日 
～平成30年3月30日

関西センターC－2棟他機械設備（空調）改修その他工事 日本ファシリオ（株）大阪本店 
平成29年7月28日 

～平成30年3月1日

つくば中央5－1棟他機械設備（空調）改修その他工事 新菱冷熱工業（株） 
平成29年7月31日 

～平成30年3月2日

つくば中央6－8棟他機械設備（空調）改修その他工事 日本メックス（株） 
平成29年8月3日 
～平成30年3月16日

つくば中央3－2A 棟他機械設備（空調）改修その他工事 大成温調（株） 
平成29年7月31日 
～平成30年3月29日

つくば中央5－1棟他機械設備（個別空調他）改修その他

工事 
新菱テクニカルサービス（株） 

平成29年9月24日 
～平成30年3月23日

中部センター研究本館 I 棟他機械設備（個別空調）改修

その他工事 
日比谷総合設備（株）東海支店 

平成29年9月12日 
～平成30年3月22日

臨海副都心センター別館機械設備空調（加湿）改修その

他工事 
富士古河 E&C（株） 

平成29年9月20日 
～平成30年3月23日

つくば西－1棟他機械設備（個別空調他）改修その他工事 関彰エンジニアリング(株) 
平成29年9月21日 
～平成30年3月20日

つくば中央2－1棟他機械設備（個別空調他）改修その他

工事 
日本装芸（株） 

平成29年9月21日 
～平成30年3月22日

つくば東－1B 棟他機械設備（個別空調他）改修その他工

事 
新日本空調（株）関東支店 

平成29年9月22日 
～平成30年2月16日

つくば中央6－9棟他機械設備（個別空調他）改修その他

工事 
（株）新電気 

平成29年9月25日 
～平成30年2月27日

つくば中央7－1棟他機械設備（個別空調他）改修その他

工事 
（株）大氣社 関東支店 

平成29年9月26日 
～平成30年2月23日
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工事件名 施 工 工 期 

つくば中央1－1棟他機械設備（個別空調他）改修その他

工事 
（株）新電気 

平成29年9月27日 
～平成30年2月28日

つくば北－4棟他機械設備（個別空調他）改修その他工事 （株）新電気 
平成29年9月28日 
～平成30年2月26日

つくば中央3－1棟他機械設備（個別空調他）改修その他

工事 
（株）新電気 

平成29年9月29日 
～平成30年2月19日

つくば中央7－1棟機械設備（特殊空調）改修その他工事 （株）大氣社 関東支店 
平成29年11月14日 
～平成30年3月20日

 

高度化改修 

（1）目的 

   災害時において重要情報の機密性が確保でき、安心して研究できる環境を確保するため、機密情報流出防止施設

を整備する。 

（2）整備費用 0.7億円（平成28年度補正予算施設整備費補助金） 
工事件名 施 工 工 期 

つくば中央2－12棟高度化（シールドルーム設置）改修そ

の他工事 
技研興業（株）テクノシールド事

業本部 
平成29年6月22日 
～平成30年3月20日

 
②【安全管理部】 

（Safety Management Division） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第1 

人 員：28名（12名） 

概 要： 

 安全管理部は、研究所の安全衛生の管理並びに環境

保全、防災対策等に関する業務を行っている。安全管

理及び環境保全は、産総研で働く職員のみならず周辺

住民の安全及び環境にも関わる重要な事項である。ま

た、産総研の組織にとっても生命線であり、あらゆる

種類の事業を実施するにあたって最優先事項であると

位置付けている。 

 安全管理部は、産総研環境安全憲章に記載する基本

的活動理念を実現、遂行するために、他の関連部署と

の密接な連携と協力のもと、安全で快適な研究環境を

創出し、これを確保することを最重要の活動目的とし

ている。この目的を実現するため、安全ガイドライン

やマニュアル等の整備と普及、環境安全関連の施設及

び設備整備と改善等のハード及びソフト両面での活動

を行うとともに、環境影響低減化に向けた活動及び事

故防止と被害軽減のため全職員の環境安全に対する意

識の向上を図る活動を重点的に行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2018/3/31現在） 

 

［安全管理部］ 

部 長  上岡 晃 

次 長  望月 経博 

次 長  和田 有司 

審議役  飯田 光明 

 

［安全衛生室］ 

  室  長    青木 一彦 

総括主幹    森本 研吾 

総括主幹    白波瀬 雅明 

 

［環境保全室］ 

室  長（兼）  望月 経博 

室長代理     山中 稔正 

 

 ［ライフサイエンス実験管理室］ 

  室  長     石村 美雪 

室長代理（兼） 木村 信忠 

総活主幹    木村 信忠 

総活主幹    海老原 達彦 

 

［放射線管理室］ 

  室  長     井坪 信一 

室長代理     吉成 幸一 

総括主幹     松本 哲一 

--------------------------------------------------------------------------- 

平成29年度の主な活動 

1．安全衛生管理の水準向上及び維持 

 1）安全衛生管理の徹底、強化等 

・安全衛生委員会（各事業所月1回）への出席及びユ

ニット長巡視（年2回）の立会い、指導を行った。 

・グループ／チーム安全衛生会議（最低月1回）の実

施状況の把握及び実施の徹底、指導を行った。 

・事故、ヒヤリ・ハット報告の原因分析等を行い、再

発防止策等の周知及び安全意識の醸成等による事故

低減の対策を行った。 
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・安全ガイドラインについて、各種法令改正の反映や

実状にあわせた新たな対策の追加等の改定を行った。 

・高圧ガス及び薬品管理に関し、危険物取扱者等の資

格取得の促進措置を講じるとともに、安全講習会

（年4回）と高圧ガス保安講習会（年4回）を開催

し、危険薬品等に関連する事故等の未然防止に取り

組んだ。 

・上記の他、資格取得講習会や安全教育の企画及び開

催を行った。 

2）環境安全マネジメントシステム（ESMS） 

・各事業所の内部監査に立会い、運用に関するアドバ

イスを行った。 

3）事故防止活動 

・全国総括安全衛生管理者補佐会議（月1回）を開催

し、事故、ヒヤリ・ハット報告及び環境安全に関す

る各種情報等の共有及び周知を行った。 

・全国の地域センター所長及び事業所長と TV 会議に

よる安全管理報告会（毎朝）を実施した。また、報

告事項を毎月取りまとめ、各事業所の安全衛生委員

会等を経由して職員等全員へ周知した。 

・全国安全衛生管理担当者会議（月1回）を開催し、

安全衛生に関する意見交換及び情報共有を行い、実

務担当者の意識醸成を図った。 

・安全衛生会議実施手順書を改定し、安全衛生に関す

る意識の向上を図った。 

2．環境影響低減化活動 

・水質汚濁防止法、下水道法、労働安全衛生法等の法

令に基づく特定施設等の届出を行った。 

・廃棄物処理の委託先の中間処理場及び最終処分場の

現地調査を実施し、処理が適正に行われていること

を確認した。 

・フロン排出抑制法の対象機器の点検を実施した。 

・ポリ塩化ビフェニル（PCB）廃棄物の早期処理完

了に向けて、PCB を含有する廃棄物や製品等の掘

り起こし調査を行った。前年度に策定した計画に沿

って PCB 含有物の適正な処理を推進した。 

・水質汚濁防止法にかかる特定施設等の点検、下水道

法にかかる水質分析、騒音規制法等にかかる環境測

定を実施した。また、事業所等の水質汚濁防止法に

かかる特定施設等の点検状況を調査、点検した。 

・有害物質の漏えい・流出を想定した緊急事態対応訓

練を実施した。 

3．個別事項の法令遵守並びに施設、設備及びシステム

の整備、運用 

 環境や化学物質等の関連法規を遵守するため、危険

物、高圧ガス、ライフサイエンス実験、放射線管理等

の個別事項の管理監督、薬品・ボンベのデータベース

による管理を実施した。 

 1）化学物質管理 

 ・化学物質総合管理システムを用いて、消防法、建築

基準法、高圧ガス保安法等の法令遵守状況を監視し、

管理状況について各事業所の総括安全衛生管理者あ

てに報告を行った。 

・危険薬品等の管理方針を改定し、危険薬品等の減量

化及び毒物・劇物の適正管理を推進した。 

・水銀による環境の汚染の防止に関する法律の施行に

ともない、水銀及び水銀化合物、水銀使用機器を新

たに保有する場合の手続きを定め、水銀削減の取り

組みを強化した。 

2）ライフサイエンス実験管理 

・ライフサイエンス実験の倫理面及び安全面から、実

験計画を審議する7つの委員会の運営を行うととも

に、ヒト由来試料実験、組換え DNA 実験、動物実

験及び生物剤毒素使用実験現場の実地調査を実施し

た。 

・前年度設置した臨床研究に係る利益相反マネージメ

ント審査委員会の安定運営に努めた。 

・動物実験の実施に関わる自己点検評価を公開すると

ともに外部検証を受けた。 

・組換え DNA 実験、動物実験及び微生物実験の従事

者向けの教育訓練を実施した。並びにヒト由来試料

実験、医工学応用実験の従事者向け教育訓練の受講

情報を管理した。 

3）放射線管理 

・放射線業務従事者等の一元管理を継続して実施し、

一層の効率化を推進するために管理システムの改修

を行った。 

・放射線業務従事者、エックス線装置の使用者等に対

する教育訓練を実施した。 

・各事業所における放射線管理体制を強化するため、

放射性物質の使用及び管理に関する現地調査を行い、

法令遵守状況に問題が無いことを確認した。 

つくばセンターに集約化した核燃料物質の法的管理

を継続して行った。 

・放射線管理業務の効率化を目的として、つくば東事

業所の放射線発生装置関連施設を廃止した。また、

防護対象核燃料物質の残りについて、国外移管に向

けた規制当局へ書類提出等の手続きを進めた。 

・福島第一原子力発電所について、帰還困難区域への

視察等での立ち入り及び事故由来の放射性物質の採

集サンプルの取り扱いに関する相談に対応した。 

・改正放射線障害防止法の施行を前に、規制当局主催

の説明会に参加するとともに、所内関係者へ周知し

た。 

4）施設の維持保全 

・つくばセンターにおける施設設備の維持管理及び定

期点検の実施、電力供給施設及び廃水処理施設の運

営管理並びに植栽管理を行った。 

・施設設備の小規模な修繕について、安全と事業継続

性の確保の観点、また、品質とコストの調和を考慮
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して優先順位を判定して実施した。 

4．防災及び地震対策 

・緊急地震速報の全国訓練への参加とともに地域セン

ター及びつくばセンターにおいて防災訓練を実施し

た。また、訓練結果等を踏まえ、つくばセンター防

災業務マニュアルの見直しを行った。 

・防災対応マニュアル及び産総研業務継続計画

（BCP）で定める安否確認の訓練を各地域センタ

ー及び事業所ごとに実施した。 

・防災用品の備蓄マニュアルに基づく食糧等の一括調

達の実施により地域センター及びつくばセンターの

備蓄品の標準化を推進した。また、備蓄食料品を年

度毎で管理し、賞味期限が迫った備蓄食料品をフー

ドバンクに寄付した。 

 

③【建設部】 
（Facilities Division） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第1 

人 員：14名 

概 要： 

 建設部は、産総研が掲げる世界最高水準の研究とそ

の成果の「橋渡し」を施設整備の面から貢献するため、

施設整備計画に基づく施設・設備の改修工事等を実施

するにあたって、ライフサイクルコストの低減、省エ

ネ・省資源を効率的かつ効果的に推進し、安全で良好

な研究環境の整備を実施している。また、工事品質の

向上、事故の低減に向けた取り組みや、施設整備業務

の体制強化を図るため、施設専門人材の育成にも取り

組んでいる。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2018/3/31現在） 

 

［建設部］ 

部 長  五十嵐 直幸 

部総括  石川 裕 

 

 ［建設管理室］ 

室  長（兼）  石川 裕 

室長代理    石川 修司 

 

［建設技術室］     

室  長     須貝 正秋 

室長代理    櫻井 日出男 

室長代理    新藤 哲郎 

--------------------------------------------------------------------------- 

平成29年度の主な活動 

 新たな研究開発新拠点の円滑な整備や老朽化対策を含

む施設整備計画を迅速かつ適切に実施するとともに、主

に以下の業務を実施した。 

1．「人工知能に関するグローバル研究拠点整備事業

（柏ハブ・臨海ハブ拠点）」（平成28年度補正予算施

設整備費補助金） 

・AI 技術に関する最先端の研究開発を推進し、社会

実装につなげるため、国内外の叡智を集めた産学官

一体の研究拠点を構築するための新棟建設工事を実

施している（平成30年12月完成予定）。 

・柏ハブ拠点サーバ棟（AI データセンター棟）整備

事業（平成30年1月完成）、柏ハブ拠点サーバ棟付

帯設備整備工事（平成30年3月完成）については、

適切な工事監理・監督を行い、計画どおり施設を完

成させた。 

2．「老朽化施設・設備の緊急更新事業」（平成28年度補

正予算施設整備費補助金） 

・安全な研究環境整備のため、施設維持管理コストの

低減、安全確保環境保全に配慮しつつ、特に老朽化

が進んでいる空調設備の緊急更新工事について、計

画通り実施をしている（中部センター空調設備改修

工事以外は完成）。 

・研究廃水処理設備の緊急更新工事を計画どおり実施

している（平成31年1月完成予定）。 

3．施設整備計画に基づく老朽化対策工事等の実施 

・上記以外の運営費交付金等により予算措置された、

施設整備計画に基づく老朽化改修工事、及びユニッ

ト依頼工事について、工事中の安全確保、環境保全

に配慮した適切な工法や資材を積極的に採用し、事

業所等との連携により事業を効果的、効率的に実施

した。 

 

④【情報基盤部】 

（Information and Communication Infrastructure 

 Division） 
--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第1 

人 員：17名（1名） 

概 要： 

 情報基盤部は、全所的な情報ネットワークの構築・

管理、基幹業務システムの構築・管理・支援、及び情

報セキュリティポリシーの運用を実施している。また、

産総研の情報基盤の高度化を図り、より生産的な研究

活動と円滑で効率的な業務推進を支援する役割を担っ

ている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2018/3/31現在） 

 

［情報基盤部］ 

部 長   正木 篤 

次 長   吉岡 有二 

 

情報総括グループ長  林 直樹 
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情報基盤グループ長  久保 真輝 

--------------------------------------------------------------------------- 

平成29年度の主な活動 

 情報総括グループ、情報基盤グループの2グループ体

制で、下記の業務を実施した。 

1．基幹業務システムの運用、保守、管理 

・基幹業務システムについて、安定的かつ安全な運用

管理を継続して実施した。また、新知的財産システ

ム、新薬品・ガス管理システムの開発を進めた。 

2．情報ネットワークの運用、保守、管理 

・つくばセンターにおける基幹ネットワーク機器の更

新のための調達を実施した。 

・情報セキュリティや利便性向上のため新たな無線

LAN サービスの提供を開始した。 

・インターネットバックアップ回線、所内ネットワー

ク、イントラ業務システムについて、震災等の災害

時を想定した訓練を行い、確実な稼働を確保した。 

・ネットワーク SE 業務、ヘルプデスク業務及び

PC・ソフトウェア貸与業務については、公共サー

ビス改革（市場化テスト）の導入を進めた。 

3．情報セキュリティの向上 

・高機能ファイアウォール及びリアルタイム不正検知

システムによる24時間のセキュリティ監視を行っ

た。また、内部通信の監視機能等のセキュリティ強

化を盛り込んだ次期ファイアウォールの導入を進め

た。 

・全職員等を対象とし、情報セキュリティ並びに個人

情報保護に関する意識の向上及び確認のためのセル

フチェックを実施した。 

・イントラシステム利用者の全員に対して情報セキュ

リティ研修（e-ラーニング）を実施した。 

・情報セキュリティに関する脅威と対策方法に関する

知識向上を目的として、情報セキュリティニュース

を毎月発行した。 

・メールアカウント利用者の1,500名（昨年度の3倍）

を対象として標的型攻撃メール訓練を実施した。 

・情報セキュリティ対策の PDCA サイクルを確立す

るため、情報セキュリティ監査及び外部公開サーバ

に対するセキュリティ診断を実施した。なお、情報

セキュリティ監査実施に当たっては、情報セキュリ

ティと密接不可分にある保有個人情報の監査も同時

に実施した。 

・「政府機関の情報セキュリティ対策のための統一規

範」（平成28年度版）に準拠した情報セキュリティ

ポリシー（規程、実施要領、実施ガイド）の改正を

実施した。 

・平成30年2月6日に外部からの不正なアクセスがあ

ったことを確認し、被害拡大を防ぐためインターネ

ット接続及びイントラ業務システムを一時的に停止

した。そのうえで、速やかに被害の範囲、侵入経路

等について分析するとともに業務再開に向けた復旧

を行った。 

 

⑤【情報化統括責任者】 

（Chief Information Officer） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第1 

概 要： 

 情報化統括責任者（CIO）は、産総研の情報化戦略

の企画及び立案並びに研究所の情報化に関する業務の

統括をミッションとしている。そのため、産総研の情

報化戦略委員会を主宰して、情報化戦略及び情報化に

関する重要事項を審議すること等を実施している。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2018/3/31現在） 

 

情報化統括責任者（兼）   島田 広道 

--------------------------------------------------------------------------- 

平成29年度の主な活動 

・情報化戦略委員会を開催（3回）し、イントラ基盤シ

ステム（ハードウェア）更新、電話システム、業務用

ファイル共有システムの更新、産総研拠点間接続ネッ

トワークの更新等について審議した。 

 

7）総務本部（General Affairs Headquarters） 
①【人事部】 
（Human Resources Division） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第1、 

    つくば中央第6 

人 員：62名（4名） 

概 要： 

人事部は、研究所の人事、労務、人材育成、福利

厚生に係る業務を実施している。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2018/3/31現在） 

 

［人事部］ 

   部   長   野口 聡 

   次  長   狩野 篤 

   審 議 役   菊池 恒男 

          西連地 二郎 

   部 総 括   吉成 美智夫           

   総括企画主幹 神代 暁 

 

  ［人事室］    室長（兼）  吉成 美智夫 他 

  ［勤労室］    室長 柳町 正 他 

  ［人材開発企画室］室長 野々瀬 菜穂子 他 

［厚生室］    室長 大川 裕之 他 

［健康管理室］  室長 飯島 規子 他 
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--------------------------------------------------------------------------- 

人事室（Personnel Office） 

（つくば中央第1、つくば中央第6） 

概 要： 

 ①研究所の人事に係る基本方針に関すること 

②役職員の任用に関すること。 

③個人評価制度の構築、実施に関すること。 

④給与の支給に関すること。 

⑤人件費の把握、見通しに関すること。 

⑥兼業の許可に関すること。 

⑦栄典及び表彰に関すること。 

⑧人事委員会に関すること。 

⑨外部人材受入の事前登録に関すること 

⑩障害者の雇用の促進に関すること。 

 

勤労室（Staff Office） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

①職員等の労働条件の基準に関すること。 

②労使関係に係る総合調整に関すること。 

③服務規律に関すること。 

④役職員等の懲戒等に関すること。 
⑤コンプライアンス推進委員会に関すること（ハラス

メントに関するものに限る。）。 
人材開発企画室 

（Human Resources Development Planning Office） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

①キャリアパス開発及び研修企画に関すること。 

②職員等の研修の実施に関すること。 

③その他人材開発に関すること。 

 

厚生室（Welfare Office） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

①役職員等の福利厚生に関すること。 

 ②役職員等の災害補償に関すること。 

 ③宿舎に関すること。 

 ④職員等の退職の相談に関すること。 

 ⑤経済産業省共済組合に関すること。 

 ⑥職員等の社会保険事務に関すること。 

 

健康管理室（Healthcare Office） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

①役職員等の健康診断、健康管理及び保健指導に関す

ること。 

 ②職員等のメンタルヘルスに関すること。 

 ③産業医に係る業務に関すること。 

--------------------------------------------------------------------------- 

 業務報告データ 

年度特記事項 

1．平成29年度採用実績 

①事務職員                           32名 

②研究職員（パーマネント）        32名 

③  〃  （年俸制任期付）        13名 

④  〃  （博士型任期付）        65名 

⑤  〃  （プロジェクト型任期付）    12名 

⑥  〃  （卓越研究員）         4名 

        うちパーマネント    (3名) 

        うち博士型任期付        (1名) 

        計            158名 
 
2．平成29年度研修実績 
 コース 実施回数 受講者数

①職員等基礎研修 
（e-ラーニング） 

2 2回 4,482名

②階層別研修 18 18回 784名
③プロフェッショナ

ル研修 
11 13回 331名

合  計 31 33回 5,597名

 

②【経理部】 
（Accounting Division） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第1 

人 員：41名 

概 要： 

経理部は、独立行政法人制度の趣旨に則り、研究支

援の高度化及び組織運営の高度化を、財務及び会計に

係る諸施策を通じて実現することにより、産総研ミッ

ションの遂行に寄与することとしている。 

 なお、財務及び会計に係るコンプライアンスとリス

ク管理を適切に行いつつ支援業務を遂行するため「経

理企画室、経理決算室、出納室及び調達室」を配置し

ている。 

 

＜平成29年度活動トピックス＞ 

○新たな随意契約方式の導入 

「特定国立研究開発法人による研究開発等を促進す

るための基本的な方針」に基づき、研究開発に直接関

係する500万円以下の物品(製造及び借入は含まない)

及び役務の調達に限り、「一般競争入札」に代えて、

「公開見積競争」を原則とする新たな随意契約方式を

他機関に先駆けて導入し、平成29年10月1日から運用

を開始した。 

 

○減価償却計算方法の変更 

減価償却計算における償却可能限度額を「取得価額

の95 %相当額」としてきたが、民間企業及び多くの

他独法と同一基準である「残存価額1円」までの償却
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とすべく、会計監査人との協議を重ね、承認を得るこ

とができた。これにより平成29年度より有形固定資

産等管理要領を改正し、新たな減価償却計算により財

務諸表に反映した。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2018/3/31現在） 

［経理部］       部長   松崎 一秀 

           部総括  屋代 久雄 

［経理企画室］  室長    加藤 信隆  他 

［経理決算室］  室長    新井 清和  他 

［出納室］    室長    小林 京子  他 

［調達室］     室長    橋本 卓也  他 

------------------------------------------------------------------------- 

経理企画室（Accounting Planning Office） 

 

概 要： 

 財務及び会計に係る業務の企画及び立案並びに総合

調整、予算のとりまとめ、予算の領域別情報の管理、

余裕金の運用、資金の借入及び償還、年度計画に基づ

く収入額の確定並びに実行予算の配賦の計画及び示達、

予算の執行管理、財務及び会計に係る制度の整備、運

用及び推進、財務及び会計に係る業務の審査、財務分

析、財務会計システムの管理、財務及び会計に係る業

務であって、他の所掌に属しないものに関する業務を

行っている。 

○収入件数 約9,000件、収入金額 約1,085億円。 

 

経理決算室（Accounting Office） 

概 要： 

 決算、消費税の確定申告、計算証明、有形固定資産

等の管理（他の所掌に属するものを除く。）に関する

業務を行っている。 

 

出納室（Treasury Operations Office） 

概 要： 

資金計画、金銭の支払、出納及び保管、有価証券の

管理、税務、旅費の支給に関する業務を行っている。 

○支払件数 約13万件、支払金額 約1,055億円。 

○旅費件数 約9万3千件、支払金額 約26億円。 

 

調達室（Procurement Office） 

概 要： 

 物件の調達、物件の売払及び賃貸借等の契約、役務

の提供等の契約、調達物品等の市場調査、競争参加者

の資格審査、調達業務の調整、政府調達に係る協定に

基づく調達公告等の官報掲載、物件の調達等に係る監

督及び検査に関する業務を行っている。 

○全契約件数 約7万6千件 

○政府調達協定の対象案件数 139件、 

契約金額 約227億円。 

○インターネット調達 

 インターネットによる購入契約を締結している電子

購買業者の電子購買サイト上で、商品検索・注文を行

い、翌日又は翌々日には指定場所まで納品され、支払

は毎月一括というスキームのインターネット調達を運

用している。文具・事務用品、理化学用品、電子部品、

試薬類、書籍、工具等雑貨の調達が可能。 

利用件数 約6万1千件、利用金額 約12億円。 

○グリーン購入法の適用 

 「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法

律」に基づき、産総研として、平成29年度における

「環境物品等の調達の推進を図るための方針」を定め、

取り組んでいる。 

 

③【業務推進支援部】 

（General Affairs Support Division） 
--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第一 

人 員：16名（1名） 

概 要： 

業務推進支援部は、研究所における研究支援事務及

び庶務等業務の総合的な運用方針の調整及び業務効率

化の推進、並びに研究所の研究情報の記録・検認・管

理、情報公開及び個人情報保護に係る基本方針の企

画・立案・総合調整を行っている。 

 また、研究所における法務業務及び法人文書管理、

並びに外部機関による監査への対応を担っている。 

 

＜平成29年度活動のトピックス＞ 

〇研究記録制度の見直し 

 産総研における研究の真正性を確保するための研究情

報の記録・検認・管理等について、さらなる適正かつ効

率的な運用とすべく、制度の見直し（研究ノートの紙媒

体から電子媒体への移行及び研究の進捗に応じた適切な

検認時期の設定等）を実施。また、当該情報を管理する

システムについて、見直し後の制度に対応したシステム

に改修するとともに、セキュリティ強化のための改修を

行った。 

〇個人情報保護の推進 

産総研が保有する個人情報の自主点検について、より

効果的・効率的な点検が実施されるよう、点検項目の重

点化及び情報の管理区分（重要度）の見直しを実施。ま

た、保有個人情報に関する所内監査について、密接不可

分の関係にある情報セキュリティに関する監査と統合し、

監査の実効性を高めるとともに、事務の効率化を図った。 

--------------------------------------------------------------------------- 
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機構図（2018/3/31現在） 

 

［業務推進支援部］     部長     鈴木 光男 

      部総括  関 浩之 

［業務室］    室長      小笠原 寿浩 他 

［法務室]   室長   米山 千佳子 他 

［情報公開・個人情報保護推進室］ 

    室長(兼)  関 浩之 他 

--------------------------------------------------------------------------- 

業務室（General Affairs Office） 

（つくば中央第一） 

概 要： 

 業務室は、研究所における研究支援事務及び庶務等

業務が適正且つ効率的に遂行されることを目的とし、

研究支援業務等を担う事業組織と緊密に意思疎通を図

り、当該業務に係る統一的な運用方針の企画・立案・

総合調整を行っている。また、研究所の研究情報の記

録・検認・管理、法人文書管理及び職員の勤務・服務

管理について、研究所の事務の総括を行っている。こ

の他、会計監査人による会計監査への総括的な対応業

務を担っている。 

 

法務室（Legal Office） 

（つくば中央第一） 

概 要： 

 法務室は、研究所の法務業務を担う部署として、所

内規程類及び外部機関との間で締結する契約書等の形

式審査、訴訟（他の所掌に属するものを除く。）及び

法律相談に関する業務を行っている。また、役職員が

安心して産学官連携活動に取り組める環境を整備する

とともに、産総研に対する社会的信頼の確保を目的と

し、利益相反マネージメントを実施している。 

 

情報公開・個人情報保護推進室 

（Disclosure and Personal Information Protection  

Promotion Office） 

（つくば中央第一） 

概 要： 

 情報公開・個人情報保護推進室は、情報公開及び個

人情報保護に関する法令等に基づいて研究所の業務が

適正に遂行されることを目的とし、当該業務に係る基

本方針の企画・立案・総合調整を行っている。また、

研究所外部からの情報開示請求等への対応及び研究所

が保有する情報の公開及び提供に努めている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

業務報告データ 

１．平成29年度法人文書等開示実績 

①法人文書開示請求7件※1（うち、開示等決定5件※2） 

②保有個人情報開示請求0件 

※1 平成29年度に開示請求があり、平成30年度に開

示決定する1件を含む。 

※2 平成28年度に開示請求があり、平成29年度に開

示決定した１件を含む。 

２．法人文書ファイル保有数：118,265件 

３．利益相反マネージメント定期自己申告実施状況 

 （申告者/対象者）：3,322名/3,322名（実施率100 %） 

 

④【ダイバーシティ推進室】 
（AIST Diversity and Equal Opportunity Office） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第1 

人 員：6名（3名） 

概 要： 

 ダイバーシティ推進室は、性別、年齢、国籍などに

かかわりなく、個人の能力を発揮できる環境の実現を

目指し、女性および外国人研究者の積極的な採用と活

躍の支援、ワーク・ライフ・バランスの実現、キャリ

ア形成など、多様性の活用（以下ダイバーシティ）を

総合的に推進することに係る業務を行う。 

 

【平成289年度の主な活動】 

 「産業技術総合研究所第4期中長期目標期間（平成27

～31年度）におけるダイバーシティの推進策」、及び

「女性活躍推進法行動計画」（平成28年3月策定）及び

「次世代育成支援行動計画」（平成29年3月策定）に基

づき、職員の多様な属性がもたらす価値・発想を活かす

職場環境の整備を目指して、関係部署等と連携して以下

の活動を実施した。 

 

●女性研究者の積極的な採用・活躍支援 

 第4期中長期目標期間における、研究職における累積

採用者の女性比率を18 %以上とする目標及び「女性活

躍推進法行動計画」に基づき、女子大学院生及びポスド

クと産総研女性研究者との懇談会・ラボツアーの企画・

開催、大学・学会の就職関連イベントへの参加、学生に

向けたパンフレットの配布などを通じ、産総研が女性に

とって働きやすい職場であることを積極的にアピールし

た。 

 

●外国人研究者支援 

 外国人研究者の生活や滞在の支援とともに、情報交換

や交流の場の提供など支援を広げ、各担当部署と連携し

英語による所内業務説明会の開催や、情報発信（英語版

メールマガジンの発行）をするなど、外国人研究者の産

総研での活躍を支えた。また外国人研究者受入制度説明

会を地域拠点で開催し、海外からの外国人研究者受入れ

に関する情報提供や相談に応じた。 

英語版イントラの整備状況を調査し、関連部署との情

報共有を進めた。 
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●ワーク・ライフ・バランスの実現 

 例年開催しているワーク・ライフ・バランスセミナー

について、外部専門家による介護及び女性の健康に関連

したセミナーを各々開催し、地域拠点への同時配信を行

った。 

 産総研の育児・介護制度のさらなる普及を目的とし、

地域拠点での制度説明会を継続して行った。新たにワー

ク・ライフ・バランスランチ会を開催し、育児・介護の

情報や懇談の場を提供した。その中で「出産・育児に関

する制度説明会」を実施した。 

職場環境整備の一環として、会議を9時～17時の範囲

で開催することを推奨するキャンペーンを継続実施した。 

 仕事と育児の両立を促進することを目的とした在宅勤

務制度を継続して行った導入した。 

 

●キャリア形成 

 全所的な人材育成の取り組みの一環として、産総研職

員の多様で柔軟なキャリアを形成できるよう、内部講師

によるキャリア形成支援講演会、外部講師によるキャリ

ア形成支援研修を実施し、キャリアパス設計の重要性の

提示に努めた。 

 キャリアカウンセリングを継続して実施し、地域拠点

において体験カウンセリングを実施した。 

 

●国、自治体及び他の研究教育機関等との連携 

 筑波大学及び日本 IBM と連携して実施している平成

28年度文部科学省科学技術人材育成費補助事業「ダイ

バーシティ研究環境イニシアティブ（牽引型）」（平成

28年度～33年度）において採択され、女性活躍をさら

に推進する事業を実施開始した。 

国内18の研究教育機関が参画しているダイバーシテ

ィ・サポート・オフィス（DSO）の運営に携わり、懇

話会等の定期的な情報交換の場を設けて連携を進めた。 

 つくば市の男女共同参画審議会委員を務める等、連携

協力を行った。 

 

●ダイバーシティの総合推進 

 ダイバーシティ推進委員会を開催し、関連事項の審議

を行い、全所的な取り組みを展開した。 

育児・介護等で時間制約がある研究職員への支援のひ

とつとして、補助員の雇用費補助支援を試行した。 

障害者見学のバリアフリーのひとつとして、施設内に

点字ブロックを導入した。 

平成29年度から3年間を計画期間とする、「次世代育

成支援行動計画」を策定した。 

公的研究機関で初めて「えるぼし」（女性活躍推進法

に基づく厚生労働大臣の認定）を、最上位の「認定段階

3」として取得した。 

--------------------------------------------------------------------------- 

 

機構図（20178/3/31現在の役職者名） 

 

室  長 井出 ゆかり 

総括主幹 永翁 龍一内丸 祐子 

 

⑤【業務改革推進室】 
（Office for Business Reform） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第1 

人 員：5名 

概 要： 

業務改革推進室は、研究所における各種業務について、

「業務フロー」を確認・整理し、効率性及びアカウンタ

ビリティの観点から見直しを行う等、産総研全体の業務

改革の推進に係る基本方針の企画及び立案並びに総合調

整を行っている。 

 

＜平成29年度活動のトピックス＞ 

〇業務プロセスの見直しによる業務時間の削減 

①共通経費の支払手続における運用の一部見直し 

複写機使用料、郵便料金等の共通経費の一部について、

従来は使用した各部署の予算で支払うこととしており、

手続に10工数を要していた。手続の簡略化を図る運用

見直しを行い、取りまとめ部署にて一括で支払うことで、

2工数と大幅に工数を削減した。これにより、本件への

担当者の対応時間について、年間約1,800時間の削減効

果が見込まれる。 

②決裁手続の合理化 

従来は理事長をはじめとする研究所の幹部の決裁を受

けるためだけに担当職員がつくばセンターと東京本部

（霞ヶ関）間を往復しており、そのための時間や交通費

を費やしていた。そこで、理事長を含め産総研幹部の決

裁を受けるための時間を定例で設ける運用を開始し、担

当職員がつくばセンターと東京本部間を往復する時間や

交通費を削減した。これにより、起案決裁業務の対応時

間について、年間約480時間相当の削減効果が見込まれ

る。 

 

〇定型業務の作業自動化 

手作業により進められている定型業務の洗い出しを実

施し、一部の定型業務について、マクロ機能や RPA と

いった作業自動化ツールの有効活用を進め、これまで手

作業で行っていたメール作成や契約書関係書類の作成を

自動化した。また、対象業務の洗い出しについては、マ

クロ機能等の作業自動化ツールの効果検証を行った。 

 

〇職場単位の業務平準化 

本部・事業組織の各職場単位で業務改善等を推進する

「職場改善会議」の活動を開始。各職場単位での業務平

準化の状況や改善活動の状況を毎月、業務改革推進室に
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報告し、業務改革推進室から所内に共有することで、各

職場単位での改善の気づきの促進につなげた。 

 

〇組織の統合による重複業務の解消 

コンプライアンス推進室と業務推進支援部法務室とで

分担して実施していた訴訟業務を業務推進支援部法務室

に統合。2つの部署の重複業務を削減し、弁護士事務所

等の訴訟の対外的な窓口及び所内の担当窓口が統一され、

効率化を実現した。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2018/3/31現在の役職者名） 

 

室  長（兼） 小笠原 寿浩 他 

 

⑥【イノベーションスクール】 
（Innovation School） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第1、つくばセンター 

人 員：2名（2名） 

概 要： 

 「産総研イノベーションスクール制度」は、産総研

特別研究員および産総研にて技術研修を行う大学院生

を対象として、専門分野について科学的・技術的な知

見を有しつつ、より広い視野を持ち、異なる分野の専

門家と協力するコミュニケーション能力や協調性を有

する人材の輩出を目指す事業である。 

社会で必要とされる知識や技能を習得するための講

義・演習、受入責任者の指導のもと産総研における最

先端研究の実践、人材育成にご協力いただける企業に

て実施する実践的な長期企業研修など、産総研イノベ

ーションスクール独自のカリキュラムを通じて専門性

の高い即戦力として活躍できる人材を輩出し、社会的

なニーズと有用な人材とのミスマッチの解消に寄与す

ることを目的としている。 

 

平成29年度の活動の概要 

・イノベーションスクールの運営の基本方針の企画及

び立案並びに総合調整に関すること： 

 平成29年度は、スクール第11期生として、ポス

ドクコースの博士研究員17名、大学院生コースの

学生28名の計45名に対して運営した。具体的には、

マナー・コミニュケーション、企業が期待する博士

人材、知的財産、研究倫理、ビジネスプロデュース、

キャリアデザイン等の講義・演習、及び研究ユニッ

トでの研究を行った。そして、ロールモデルとして

就業している修了生を招聘し、「先輩との交流会」

を5月に開催した。また、企業研修をポスドクコー

スの15名に対して実施した。 

・大学院生向けコースとして「研究基礎力育成コース」

を設立し、5日間で延べ21時間の講義・演習を実施

した。 

・その他イノベーションスクールの運営等に関するこ

と： 

講義・演習に関するスクール生の講義レポート

や、企業研修参加報告書を取り纏め、優秀なレポ

ートを提出したスクール生を表彰した。また、研

究の意義を異分野の方々に説明する実践の場とし

て 、 SAT テ ク ノ ロ ジ ー シ ョ ー ケ ー ス 2018

（2018.2.8）にてスクール生の研究紹介を行った。 

 より大きな効果を得るために、企業・大学等と

の連携を推進し、筑波大学と｢企業と博士人材との

交流会｣を開催（2017.11.29、約40名参加）した。

イノベーションスクール修了生等の交流の場とし

ての、「桜翔クラブ」を支援し、10周年記念事業

を桜翔クラブと協力して実施した。事業の一環と

して、記念パーティーを開催（2017.10.21、約100

名参加）し、また、10周年記念誌を発行した。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2018/3/31現在） 

 

［イノベーションスクール］ 

  イノベーションスクール長 加藤 一実   

事務局長         長縄 竜一 

--------------------------------------------------------------------------- 

出版物・プレス発表等業務報告データ 

 

【活動紹介等】 

・「産総研イノベーションスクールの制度説明」北海道

大学（2017.4.25） 

・「産総研イノベーションスクールの制度説明」室蘭工

業大学（2017.4.26） 

・「山形大学フロンティア有機材料システム創成フレッ

クス大学院との意見交換」、つくば（2017.6.21） 

・「産総研イノベーションスクールの制度説明」東北セ

ンター一般公開 女子中高校生、女子大学生向けイベ

ント、ダイバーシティ推進室（2017.7.29） 

・「産総研イノベーションスクールの制度説明」四国セ

ンター一般公開 女子中高校生、女子大学生向けイベ

ント、ダイバーシティ推進室（2017.8.9） 

・「産総研イノベーションスクールの制度説明」、女子大

学院生・ポスドクと産総研女性研究者との懇談会 in 

名古屋、ダイバーシティ推進室（2017.9.25） 

・｢企業と博士人材との交流会｣、共催：筑波大学、参加

企業数：10企業、参加者：約40名（2017.11.29） 

・「産総研イノベーションスクールの制度説明」女子大

学院生・ポスドクと産総研女性研究者との懇談会、ダ

イバーシティ推進室（2017.11.21） 

・「産総研の紹介」第5回多元研キャリア支援交流会、

東北大学多元物質科学研究所（2017.12.21） 
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8）【TIA 推進センター】 

（TIA Central Office） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第1、第2、つくば西 

人 員：38名（16名） 

概 要： 

 TIA 推進センターは、オープンイノベーション拠

点 TIA の形成を通じて、産総研のミッションである

「21世紀型課題の解決」、「オープンイノベーション

のハブ機能の強化」を業務としている。 

 TIA は、つくば市に立地する公的4機関（産総研、

物質・材料研究機構、筑波大学及び高エネルギー加速

器研究機構）と東京大学が内閣府、文部科学省及び経

済産業省の支援と産業界との連携によって構築する研

究開発・教育拠点である。 

 

1. スーパークリーンルーム（SCR）の運営  

  近年産業化が著しい IoT 分野での試作能力向上

を図るため、3次元実装関連装置の導入・立上げお

よび評価装置等の更新（計18台）を実施した。ま

た、これらの装置を共用施設として公開する準備を

進めた。 

  300mm 半導体製造ラインを利用した7つの研究

開発プロジェクトを推進するとともに、約款制度に

より61件の利用申込を受諾し、施設利用を通じて

多くの企業・大学の研究開発を支援するとともに産

総研の保有する技術の普及に貢献した。 

 

2. 共用施設の運営  

  約款制度によって、SCR、ナノプロセシング施

設（NPF）、先端ナノ計測施設（ANCF）、超伝

導 ア ナ ロ グ ・ デ ジ タ ル デ バ イ ス 開 発 施 設

（CRAVITY）、蓄電池基盤プラットフォーム

（BRP）、MEMS 研究開発拠点（MEMS）及び先

端バイオ計測施設（BIO）を外部に公開している。

中小企業を支援するため、一部の施設では利用料金

の割引を行っている。割引制度を導入している本年

度の中小企業の利用社数は、昨年度に比べ、約2倍

になった。パンフレットを整備し、各種展示会にて

配布して、共用施設利用の拡大に努めた。また、

NPF、ANCF は、文部科学省のナノテクノロジー

プラットフォーム事業を受託しており、同事業の下、

産学官の多様な利用者による設備の共同利用を推進

した。 

 

3. パワーエレクトロニクス拠点運営  

  パワーエレクトロニクス研究拠点の効率的運用の

ためにインフラ、管理体制及び所内の制度の整備を

行った。民活型共同研究体 TPEC には企業25社が

参画し、SiC 素材やデバイスからアプリケーション

に渡るオープンイノベーションを推進した。TIA

パワエレ拠点第二ラインである4インチラインは研

究開発ファウンドリーとしての価値提供へとシフト

し、新材料プロセス対応への設備整備も準備した。

H28年度に構築した第三ラインである6インチライ

ンは、外部へのサンプル提供用として運用を開始し

た。 

  また、超電導技術に関する日本型オープンイノベ

ーション拠点として設立した ASCOT は2年目を迎

え、国際超電導シンポジウム（ISS2017）、超電導

スクール2017（参加者42名）を開催した。 

 

4. TIA 連携プログラム探索推進事業  

  今年度が2年目となる、TIA 中核5機関の研究者

が連携し、将来のイノベーションの芽となる研究テ

ーマを探す TIA 連携プログラム探索推進事業「か

けはし」では、医療・バイオ、計算物質科学、ビッ

グデータ解析などの新領域、人材育成を含めて50

件（内、前年の継続が20件）が採択された。各テ

ーマの参加研究者が組織の枠を超えて協働し、新領

域の開拓や大型研究資金獲得に向けた戦略立案、体

制構築等を推進し、TIA はその広報などで支援を

行った。 

 

5. 人材育成 

  TIA 連携棟を中心として開催した「TIA 連携大

学院サマー・オープン・フェスティバル2017」

（7/24～9/8、参加者：411名、うち当所関連239名）

によって人材育成に努めた。人材育成コンソーシア

ム Nanotech CUPAL を活用し、N.R.P.育成対象者

5名を受け入れ、1名を NIMS に派遣するとともに、

8つの N.I.P.コース（育成対象者96名（企業参加者

38名））を実施した。また、JST さくらサイエンス

プランによりタイの若手研究者3名を受け入れた。 

 

6. 所外連携と広報 

  つくば国際戦略総合特区の推進機関、茨城県、つ

くば市及び TGI との連携を深め、各種展示会への

出展、東京での2回のシンポジウムの開催、パンフ

レット・ホームページの更新、メールニュースや

Facebook による情報発信等、幅広い広報活動を行

った。 
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--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2018/3/31現在） 

 

［TIA 推進センター］ 
センター長 金丸 正剛 

副センター長 岡田 道哉 

 綱島 祥隆 

審議役 岩田 普 

 和田 敏美 

 今井 寛 

 井佐 好雄 

上席イノベーションコーディネータ 

 大久保 雅隆 

 前田 龍太郎 

イノベーションコーディネータ 

    発 正浩 

 有本 宏 

 元木 健作 

 沖 健志朗 

総括企画主幹 小川 晋         

 

［戦略ユニット］ 

ユニット長      金丸 正剛 

［企画チーム］ 

  チーム長  清水 貴思 

 

［連携推進ユニット］ 

 ユニット長 青柳 昌宏 

   ［連携調整チーム］ 

  チーム長  佐藤 学 

   ［マーケティングチーム］ 

  チーム長  川合 章子 

 

［共用施設運営ユニット］ 

  ユニット長  和田 敏美 

  ［共用施設ステーション］ 

  ステーション長 多田 哲也 

  ［スーパークリーンルームステーション］ 

    ステーション長 森田 行則  

    ［パワーエレクトロニクスステーション］ 

  ステーション長 宇良 和浩 

--------------------------------------------------------------------------- 

戦略ユニット 

（Strategy Planning Unit） 

 

企画チーム 

（Planning Team） 

（つくば中央第1） 

 

1. TIA の施策の推進（以下「TIA 推進」という。）

に係る基本方針の企画及び立案並びに総合調整に

関すること。 

2. TIA 推進に係るプロジェクトの企画及び立案並び

に総合調整に関すること。 

3. TIA 推進に係る業務であって、他の所掌に属しな

いものに関すること。 

 

連携推進ユニット 

（Collaboration Promotion Unit） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

 担当業務は次のとおりである。 

1. TIA 推進に係る外部機関との連携、コンソーシア

ムの運営及び国際連携に関すること。 

2. TIA 推進に係る情報の収集・分析及び調査に関す

ること。 

 

連携調整チーム 
（Collaboration Team） 

（つくば西） 

概 要： 

 担当業務は次のとおりである。 

1. TIA 推進に関する外部機関との調整等の総括に関

すること。 

2. TIA 推進に関する研究所の関係部署との調整に関

すること。 

3. TIA 連携棟見学視察対応。 

4. 「科学技術人材育成のコンソーシアムの構築事業」

（Nanotech CUPAL）の企画運営。 

 
拠点活用推進チーム 
（Consortium Management Team） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

1. TIA の全般に係るマーケティング戦略の企画・立

案・実行に関すること。 

2. 魅力ある拠点形成のための各種施策の企画と実行

に関すること。 

3. 共同研究体 TPEC の事務局業務。 

4. TIA パワーエレレクトロニクス MG と SG の事

務局業務。 

5.  つくば応用超伝導コンステレーションズ

（ASCOT）の事務局業務。 

 

共用施設運営ユニット 

（Open Research Platform Unit） 

（つくば西、つくば中央第2） 
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共用施設ステーション 
（Open Research Facilities Station） 

（つくば中央第2他） 

概 要： 

 担当業務は次のとおりである。 

1. 共用施設ステーションに登録された施設、機器及

び装置の利用（技術指導を含む。）に係る制度の整

備及び運用並びに総合調整に関すること。 

2. 共用施設ステーションに登録された施設、機器及

び装置を利用した依頼分析並びに研究用品の依頼試

作及び工作に関すること。 

3. 微細加工プラットフォーム事業の運営・実施。 

 

スーパークリーンルームステーション 
（Super Clean Room Station） 

（つくば西） 

概 要： 

 担当業務は次のとおりである。 

1. スーパークリーンルーム等を利用したデバイス等

の設計、試作、評価及び実証に係る研究開発支援に

関すること。 

2. スーパークリーンルーム等を利用したデバイス等

の設計、試作、評価及び実証に係る技術基盤の整備

及び高度化に関すること。 

3. スーパークリーンルーム等を利用したデバイス等

に係る技術指導又は成果の普及に関すること。 

4. スーパークリーンルームの運営に関すること。 

 

パワーエレクトロニクスステーション 
（Power Electronics Station） 

（つくば西、つくば中央第2） 

概 要： 

 担当業務は次のとおりである。 

1. TIA 推進のうち、パワーエレクトロニクス拠点の

運営に関すること。 

2. パワーエレクトロニクス拠点を利用した研究等に

係る支援に関すること。 

3. TIA 推進のうち、パワーエレクトロニクスに係る

イノベーションの推進の支援に関すること。 

4. パワーエレクトロニクスに係る人材の育成に関す

ること。 
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(2) 事業組織 

 「事業組織」のトップ（「事業所長」、「地域センター所長」）の下に、「研究業務推進部」又は「研究業務推進室」

を配置するとともに、地域センターにおいては、所長の下に第4期から「産学官連携センター」に替わり「産学官連

携推進室」を配置している。 

平成29年度は事業組織の再編として以下を実施している。 

・関西センターに「京都大学連携研究サイト」を設置。 

・つくば中央第二事業所「つくば苅間サイト」で実施した、研究開発プロジェクトの目的である「生活支援ロボッ

トの安全性試験・性能試験の事業化」に目途付けできたため、同サイトを廃止。 

・平成28年度第二次補正予算「人工知能に関するグローバル研究拠点整備事業」を推進するために、つくば中央第

一事業所に「柏サイト」を設置。 

【事業組織】 

・東京本部 

・北海道センター 

・東北センター 

・つくばセンター（つくば中央第一事業所、つくば中央第二事業所、つくば中央第三事業所、つくば中央第五事業所、

つくば中央第六事業所、つくば中央第七事業所、つくば西事業所、つくば東事業所） 

・臨海副都心センター 

・中部センター 

・関西センター 

・中国センター 

・四国センター 

・九州センター 

・福島再生可能エネルギー研究所 

 

＜凡 例＞ 

地域拠点名（English Name） 

---------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

所在地：住所 

代表窓口：TEL：、FAX： 

人 員：常勤職員数（研究職員数） 

概 要：部門概要 

---------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

機構図 

（2018/3/31現在の役職者名） 
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1）東京本部（AIST Tokyo Headquarters） 
--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：〒100-8921 東京都千代田区霞が関1-3-1 

代表窓口：TEL：03-5501-0900 

人 員：58名（32名） 

概 要： 

 産業技術総合研究所は、それぞれの地理的な特長を

生かした活動を行い効率的な運営を行っている。東京

本部を行政との接点、情報収集、広報活動の拠点とし

て産総研の機動的な活動に有効に活用するとともに、

研究現場と隣接して配置され、産学官連携、国際、研

究業務推進等の効率的な組織運営を行っているつくば

センターをはじめとする他の事業組織等とテレビ会議

システムの活用等により、有機的・効率的連携を図っ

ている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2018/3/31現在） 

 

[東京本部] 事業所長  山崎 知巳 

   [企画本部] 

 

2）つくばセンター（AIST Tsukuba） 
--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：〒305-8561 茨城県つくば市東1-1-1 

人 員：2,256名（1,735名） 

概 要： 

 産総研つくばセンターは、産総研全体の研究機能の

中核としておよそ70パーセントの研究者や施設が集

積した大規模研究拠点である。つくばセンターでは、

グリーン・イノベーションやライフ・イノベーション

にかかわる幅広い研究分野をカバーするとともに、分

野を融合したこれまでにない新しい研究成果を目指し

ている。 

さらに、基礎的・基盤的研究から実用に供されるよ

うな製品化の研究までを一貫して行い、我が国の産業

技術を革新する「オープンイノベーションハブ」の役

割を果たすことを目指している。 

つくばセンターは、立地するつくば市や茨城県、さ

らには全国の大学・研究機関・民間企業とも密接な連

携を進め、研究人材の供給や研究成果の移転を促進す

る役割を果たしている。地域の各種の取り組みにも積

極的に参画し、共同研究の推進、技術相談や科学技術

の普及活動を進めている。 

また、つくばセンターは、つくば地域に展開する最

大規模の研究所の一つとして、地域の環境と安全への

取り組みも行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 
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[つくばセンター]  所長 三木 幸信 

 

 [つくば中央第一] 事業所長 黒羽 義雄 

      [第一研究業務推進室］ 

室長  國府田 眞奈美 

    [図書グループ] 

      

 [つくば中央第二]  事業所長 渡辺 正信 

      [第二研究業務推進部］ 

部長  小林 勝則 

 

 [つくば中央第三]  事業所長 新井 優 

      [第三研究業務推進室] 

          室長  掛札 泰司 

 

 [つくば中央第五]  事業所長 大森 隆夫 

      [第五研究業務推進部] 

          部長  谷川原 久明 

 

 [つくば中央第六]  事業所長 丸山 明彦 

      [第六研究業務推進室] 

    室長  三田 芳弘 

 

 [つくば中央第七]  事業所長 渡部 芳夫 

      [第七研究業務推進室] 

          室長  池田 勉 

 

 [つくば西]     事業所長 本田 一匡 

      [西研究業務推進部] 

          部長  浦井 聡子 

           

 [つくば東]     事業所長 永壽 伴章 

      [東研究業務推進室] 

          室長  松本 卓 

 

 [エネルギー・環境領域研究戦略部] 

 [創エネルギー研究部門] 

 [省エネルギー研究部門] 

 [環境管理研究部門] 

[安全科学研究部門] 

 [太陽光発電研究センター] 

 [先進パワーエレクトロニクス研究センター] 

 [生命工学領域研究戦略部] 

 [創薬基盤研究部門] 

 [バイオメディカル研究部門] 

 [健康工学研究部門] 

 [生物プロセス研究部門] 

 [情報・人間工学領域研究戦略部] 
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--[情報技術研究部門] 

 [人間情報研究部門] 

 [知能システム研究部門] 

 [自動車ヒューマンファクター研究センター] 

 [ロボットイノベーション研究センター] 

 [人工知能研究戦略部] 

 [人工知能研究センター] 

 [材料・化学領域研究戦略部] 

 [機能化学研究部門] 

 [化学プロセス研究部門] 

 [ナノ材料研究部門] 

 [触媒化学融合研究センター] 

[ナノチューブ実用化研究センター] 

[機能材料コンピュテーショナルデザイン研究センタ

ー] 

[エレクトロニクス・製造領域研究戦略部] 

 [ナノエレクトロニクス研究部門] 

[電子光技術研究部門] 

[製造技術研究部門] 

[スピントロニクス研究センター] 

[フレキシブルエレクトロニクス研究センター] 

[先進コーティング技術研究センター] 

[集積マイクロシステム研究センター] 

[地質調査総合センター研究戦略部] 

[地質情報基盤センター] 

[活断層・火山研究部門] 

[地圏資源環境研究部門] 

 [地質情報研究部門] 

[計量標準総合センター研究戦略部] 

[計量標準普及センター] 

[工学計測標準研究部門] 

[物理計測標準研究部門] 

[物質計測標準研究部門] 

[分析計測標準研究部門] 

[企画本部] 

 [総合企画室] 

 [経営改革推進室] 

 [報道室] 

 [広報サービス室] 

 [人工知能グローバル研究拠点整備準備室] 

 [OIL 室] 

[コンプライアンス推進本部] 

[イノベーション推進本部] 

  [イノベーション推進企画部] 

  [技術マーケティング室] 

  [大型連携推進室] 

  [ベンチャー開発・技術移転センター] 

  [知的財産・標準化推進部] 

  [産学官・国際連携推進部] 

  [地域連携推進部] 

[環境安全本部] 

  [環境安全企画部] 

[安全管理部] 

  [建設部] 

 [情報基盤部] 

[総務本部] 

 [人事部] 

 [経理部] 

 [業務推進支援部] 

 [ダイバーシティ推進室] 

 [業務改革推進室] 

 [イノベーションスクール] 

[評価部] 

[監査室] 

[TIA 推進センター] 

 [戦略ユニット] 

 [連携推進ユニット] 

 [共用施設運営ユニット] 

 

--------------------------------------------------------------------------- 

研究業務推進部室（General Affairs Division/Office） 

（つくば中央第一、つくば中央第二、つくば中央第三、

つくば中央第五、つくば中央第六、つくば中央第七、つ

くば西、つくば東） 

概 要： 

 つくばセンターの各事業所研究業務推進部室は、研

究支援業務、職員等の勤務及び服務管理、物件の調達

業務、施設及び設備等の管理等の業務、環境及び安全

衛生の業務等を行っている。 

 これらの業務を迅速に行うことにより、効率的な組

織運営を図っている。 

 

 

図書グループ（Library Office） 

つくば中央第七（図書室：つくば中央第二、つくば中央

第三、つくば中央第五、つくば中央第六、つくば中央第

七、つくば西、つくば東） 

概 要： 

 研究活動を行うために不可欠な情報源である学術雑

誌の収集・管理、文献情報の提供、各図書室の運営、

各図書室からの図書情報の一元管理を行っている。 

  オンラインジャーナルによるサービスの提供、文献

データベースの利用促進並びに所蔵データの整理・統

一を推進している。 

 

3）福島再生可能エネルギー研究所 
（Fukushima Renewable Energy Institute,  
 AIST） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：〒963-0298 福島県郡山市待池台2-2-9 
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代表窓口：TEL：024-963-1805、FAX：024-963-0824 

人 員：58名（41名） 

概 要： 

福島再生可能エネルギー研究所は、東日本大震災復

興基本法第3条に基づき制定された「東日本大震災か

らの復興の基本方針」および「福島復興再生基本方針」

などを受けて、産総研が「再生可能エネルギー先駆け

の地、福島」に設立することを決定した新たな研究拠

点であり、福島県郡山市において平成26年4月1日に

開所した。 

 福島再生可能エネルギー研究所は「世界に開かれた

再生可能エネルギーの研究開発の推進」と「新しい産

業の集積を通した復興への貢献」をミッションとする、

再生可能エネルギーに関する研究開発に特化した我が

国唯一の国立研究拠点である。研究実施ユニットとし

て再生可能エネルギー研究センターを擁し、再生可能

エネルギーの大量導入を支えるための、導入制約解消

のためのシステム技術開発、一層のコスト低減と性能

向上、適切な技術普及のための研究開発、情報発信を

実施する。 

 連携活動として、当所の掲げるミッションの一つで

ある「新しい産業の集積を通した復興への貢献」の実

現に向けて、開所に先立ち平成25年度より「被災地

企業のシーズ支援プログラム」を実施している。この

事業で、東日本大震災により甚大な被害を受けた被災

地（福島県、宮城県、岩手県）に所在する企業が開発

した再生可能エネルギーに関連した技術や企業が有す

るノウハウに対する技術支援を産総研が経費を負担し

て実施し、その成果の当該企業への移転を通じて、地

域における新産業の創出を支援する。平成29年度末

までに累計107件の支援を実施した。平成30年度事業

は、従来の企業支援に加え、被災地企業等がコンソー

シアムを組み、これまでの成果である技術シーズを集

積した被災三県発の再生可能エネルギー関連製品の事

業化を目指すこととし、平成30年1月に募集を行った

（4月に採択課題決定）。2つ目の事業として、平成26

年度より、「再生可能エネルギー分野の産業人材育成

事業」を実施し、地元の大学等から様々な制度で学生

を受け入れ、最先端の設備や知見を活用した研究開発

への参画を通じて、将来の再生可能エネルギー分野を

担う産業人材の育成に取り組んでいる。平成29年度

は112名（平成26年度から延べ341名）の受入、育成

を実施した。 

 その他の連携・広報活動として、福島再生可能エネ

ルギー研究所成果報告講演会（5月）、福島再生可能

エネルギー研究所一般公開（7月）の開催、第12回再

生可能エネルギー世界展示会（7月）、ふくしま復

興・再生可能エネルギー産業フェア2017（11月）、ス

マートエネルギーWeek 2018（第8回スマートグリッ

ド EXPO）（2月、3月）への出展、等を実施した。 

 自治体との連携においては、東日本大震災からの復

興再生を目的とし福島大学（平成24年2月）、郡山市

（平成24年11月）東北大学（平成26年2月）、福島県

（平成26年3月）と包括連携協定を締結し、福島県お

よび郡山市とは人事交流として、のべ3名の受入れを

実施している。 

 大学との連携においては、福島再生可能エネルギー

研究所として、平成27年2月に福島県内の3つの高等

教育機関（会津大学、日本大学工学部、福島工業高等

専門学校）と再生可能エネルギー分野の研究開発、人

材育成の推進を目的として、連携・協力に関する協定

を締結している。 

--------------------------------------------------------------------------- 
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［福島再生可能エネルギー研究所］ 

所  長：中岩 勝 

所長代理：坂西 欣也 

所長代理：（兼）古谷 博秀 

   上席イノベーションコーディネータ：近藤 道雄 

 

    ［産学官連携推進室］ 

     室  長：安田 進 

 

    ［研究業務推進室］ 

     室  長：小林 昭彦 

     室長代理：中澤 新吾 

武井 勇二郎 

          （兼）菊池 義幸 

 

    ［分散電源施設運営室］ 

     室  長：百合野 真司 

     室長代理：庭野 和明 

 

［再生可能エネルギー研究センター］ 

 

4）臨海副都心センター 
  （AIST Tokyo Waterfront） 
--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：〒135-0064 東京都江東区青海 

二丁目3番地26号 

代表窓口：TEL：03-3599-8001、FAX：03-5530-2061 

人 員：138名（112名） 

概 要： 

 産業技術総合研究所臨海副都心センターは、文部科

学省及び経済産業省の連携協力によって整備された国

際研究交流大学村に、産学官連携の役割を担う研究拠

点として、平成13年4月1日に設置された。当センタ

ーは国内外産学官各分野の一線級研究者による多様な

研究に対応できるフレキシビリティの高い空間を設け
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ている。 

 平成17年4月からは、産学官連携の研究拠点を拡張

し、新たにバイオテクノロジーと情報工学の融合研究

のための施設として、バイオ・IT 融合研究施設の運

用を開始し、技術者等の人材育成から最先端の研究開

発まで積極的な事業活動を展開している。 

 そして5つの研究ユニット（創薬分子プロファイリ

ング研究センター、人工知能研究センター、創薬基盤

研究部門、人間情報研究部門、情報技術研究部門）が、

新産業の創出や市場拡大につながる独創的かつ先端的

技術シーズの研究開発とともに国内外の研究者との交

流や研究成果の情報交換を行っている。 

 当センターへは、平成29年度に内外の大学・企

業・政府関係者等326名が視察に訪れており、国際的

な産学官による研究交流拠点としての役割を果たして

いる。 

 平成29年度における外部機関と行った連携研究は、

共同研究253件、受託研究45件である。 

 また、平成27年3月リニューアルしたライフ・テク

ノロジー・スタジオ臨海副都心を平日に公開（来訪者

659名）するとともに、臨海副都心センターの一般公

開（8月25日（土）：633名）を実施するなどの広報活

動を行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 
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［臨海副都心センター］所  長 宇都 浩三 

所長代理 湯本 勲 

   ［研究業務推進部］ 

      部  長 田崎 英弘 

 ［産学官連携推進室］ 

      室  長 中井川 浩司 

 ［創薬分子プロファイリング研究センター］ 

 ［人工知能研究センター］ 

 ［創薬基盤研究部門］ 

   ［人間情報研究部門］ 

   ［情報技術研究部門］ 

 

5）北海道センター（AIST Hokkaido） 
--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：〒062-8517 北海道札幌市豊平区 

月寒東2条17丁目2-1 

代表窓口：TEL：011-857-8400、FAX：011-857-8900 

サイト：札幌大通りサイト 

（住所：〒060-0042 北海道札幌市中央区 

大通西5丁目8 

 TEL：011-219-3359、FAX：011-219-3351） 

人 員：53名（40名） 

概 要： 

 北海道センターは「バイオものづくり」をテーマと

した北海道の中核的研究機関としての役割のほか、新

産業創出に資するための戦略的地域連携拠点を目指し

ている。 

 生物プロセス研究部門では、植物および微生物を用

いた物質生産プラットフォームの開発などバイオテク

ノロジーを応用した研究を推進している。植物工場の

研究では、イヌインターフェロンα生産遺伝子組換え

イチゴ果実を原薬とした動物用医薬品開発に続き、ヒ

ト・動物用の医薬品を植物で効率的に生産させる研究

を展開している。またヒト核内受容体を利用して、さ

まざまな農水産素材や加工品の機能性を分析している

ほか、キノコ類由来の機能性成分について、機能性成

分増収のための抽出・培地条件ならびに新規機能性評

価について北海道内企業と共同研究するなど、地域の

企業と協力しながら地域性のある課題を解決するため

の研究を進めている。 

 また、創エネルギー研究部門メタンハイドレートプ

ロジェクトユニットは、メタンハイドレート資源の実

用化を目指すナショナルプロジェクトの中心的な役割

を担っている。 

 地域連携拠点の強化として、道内3国立大学法人、

4高専、市立大、国立・独法研究機関、北海道経済産

業局、自治体、経済団体等21機関で組織する R&B パ

ーク札幌大通サテライトの事務局を運営し、企業の技

術開発・新事業創出のための各種相談に対するワンス

トップサービス、セミナー・交流会等の人的交流を促

進する場の提供、新規ビジネスのためのファシリティ

提供等により、産業界、行政と産総研との連携を強化

している。平成29年度には、2,817人のサテライト利

用、174件の技術相談があった。 

 北海道センター独自の活動として平成15年度より

「バイオテクニシャン育成事業」を実施し、専門学校

生を受け入れ、バイオ技術者としての人材育成支援を

推進してきた。平成29度は13名を受け入れ、これま

でに総数72名のバイオテクニシャンを輩出している。 

 広報活動として、産総研北海道センター講演会（全

4回）等の開催、ビジネス交流会等のイベント出展

（全4件）、近隣住民を対象にした一般公開、中高生

の職場体験、視察・見学者（361名）の受入などを行

った。 

--------------------------------------------------------------------------- 
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[北海道センター] 

    所長     八木 康之 

    所長代理   長尾 二郎 

    イノベーションコーディネータ 

         (兼)永石 博志、後町 光夫 

           長野 伸泰、今村 琢磨 
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[北海道センター産学官連携推進室] 

    室長   (兼)長尾 二郎 

 

[北海道センター研究業務推進室] 

    室長     坂本 修 

 

[生物プロセス研究部門] 

[創エネルギー研究部門] 

 

6）東北センター（AIST Tohoku） 
--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：〒983-8551 宮城県仙台市宮城野区苦竹4-2-1 

代表窓口：TEL:022-237-5211、FAX：022-236-6839 

（サイト）仙台青葉サイト 

〒980-0811 宮城県仙台市青葉区一番町4-7-17 

TEL：022-726-6030、FAX：022-224-3425 

     東北大学連携研究サイト 

  〒980-8577 宮城県仙台市青葉区片平2-1-1 

        東北大学 材料科学高等研究所 

  TEL：022-237-8195 

人 員：46名（35名） 

概 要： 

 東北センターは、東北地域における研究拠点および

連携拠点として、先端的な低環境負荷型化学ものづく

りのイノベーションを目指すとともに、東北6県の公

設試験研究機関との連携を基軸にした広域連携のハブ

機能としての役割を果たしている。 

 当センターには、化学プロセスイノベーションの推

進、すなわち、材料・プロセスの機能化による化学も

のづくりへの貢献を目指す「化学プロセス研究部門」

が置かれている。当研究部門の研究成果を基に、もの

づくり産業におけるエネルギー多消費型化学プロセス

から省エネルギー・省資源・低環境負荷型化学プロセ

スへの革新的転換を目指した技術を開発している。ま

た、開発した技術の実用化及び新しい産業創出を目的

として企業会員44社が参加する「グリーンプロセス

インキュベーションコンソーシアム（GIC）」では、

研修セミナーを開催するなど研究情報の交流促進に努

めている。その結果、平成29年度は会員企業との共

同研究を14件実施し、研究ユニットのシーズを核と

した連携強化が図られている。また、当研究部門が独

自開発した粘土膜系新素材「クレーストⓇ」の実用化

に向けた取り組みを促進するコンソーシアム

「Clayteam」では、企業会員50社のうち8件の共同

受託研究により具体的な製品づくりを積極的に進めて

いる。 

 また、平成28年6月に開所した産総研・東北大数理

先端材料モデリングオープンイノベーションラボラト

リ（MathAM-OIL）は、9月に第7回計算統計物理学

研究会を仙台で開催すると共に30年1月には第2回企

業連携ワークショップを秋葉原で開催した。 

 主な連携推進活動としては、理事長訪問型テクノブ

リッジフェア（TBF）を3回実施（宮城県（4月）、岩

手県（7月～8月）、山形県（11月））し、企業10社等

を訪問してトップダウン型の連携構築に努めた。東北

コラボ47事業では、東北各地の工業会等で産総研の

研究成果や連携制度を紹介するイベントを５回開催し

た。さらに東北コラボ100事業として連携担当者が東

北地域の研究開発型企業を訪問し、連携ネットワーク

の拡大と深化に向け活動を推進した。 

公設試との連携では、産業技術連携推進会議（産技

連）による各種の連携支援事業を合計10回実施する

とともに、11月には東北地域と中国地域の公設試同

士の連携を深めるため、東北・中国地域公設試機関

長・所長会議を仙台で開催した。 

連携顧客に対する活動としては、12月に東北セン

ター創立50周年記念式典とシンポジウムを仙台で開

催し、産学官金の業界から232名の参加を得て講演と

パネルディスカッション等を実施した。30年1月には

産学官金連携フェア2018みやぎを経済団体等と共催

して研究成果の紹介や技術相談を実施した。産総研全

体の新しい研究成果を東北地域産業界に発信する「産

総研・新技術セミナー」は、公設試等と協働して年4

回開催した。 

地域の皆様への組織と研究活動の紹介では、7月に

産総研東北センター一般公開を開催し、562名の来場

があった。同月には学都「仙台・宮城」サイエンス・

デイ2017に共催・出展した。また、30年2月には、公

益財団法人東北活性化研究センターと共催で、東北活

性研フォーラム「『東北 society5.0』を考える」を開

催し、110名の参加を得た。 

 当センターに設置されている、高温高圧実験室等を

備えた東北産学官連携研究棟（とうほく OSL）は、

平成29年度末で、27実験・研究室が使用され、東北

地域における新たな産業技術創生のための研究開発が

行われている。また、仙台市中心部に連携オフィスと

して仙台青葉サイトを設置し、産技連東北地域部会事

務局、東北航空宇宙産業研究会事務局、東北再生可能

エネルギー研究会事務局として、公設試験研究機関・

大学・企業との連携業務の中核として活動している。 

 

業務報告データ： 

○刊行物 
名 称（Vol．No．） 刊行区分 発行部数 

産総研東北 Newsletter
 No.45 

年2回 
9月発行 

1200部 

産総研東北 Newsletter
 No.46 

年2回 
2月発行 

1400部 
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○主な行事（主催・共催・協賛） 
開催年月日 名   称 

29.4.21 理事長訪問型 TBF in 宮城 

29.5.11 
山形県工業会講演会（広域コラボ

47） 

29.5.17 第54回産総研・新技術セミナー 

29.5.18 
平成29年度 Clayteam 総会／第28
回 Clayteam セミナー 

29.5.26 
GIC 平成29年度総会および特別講

演会 

29.6.2 
第36回中東北公設試技術連携推進

会議 

29.6.13 
東北地域産技連・東北地域部会合

同総会・春季合同分科会 

29.6.21 
第46回北東北公設試技術連携推進

会議 

29.7.7 
平成29年度産学官交流のつどい

（福島） 出展 

29.7.13 第55回産総研・新技術セミナー 

29.7.14 
GIC 平成29年度第52回研修セミナ

ー 

29.7.16 
学都「仙台・宮城」サイエンス・

デイ2017 出展 

29.7.27 
新潟産業人クラブ会員向け産総研

セミナー（広域コラボ47） 
29.7.29 産総研東北センター一般公開 
29.7.31-8.2 理事長訪問型 TBF in 岩手 
29.8.4 産総研-東北大マッチングファンド

審査会 
29.8.24 第29回 Clayteam セミナー 
29.8.25 米沢電機工業会「産学官交流夏季

セミナー」（広域コラボ47） 
29.9.15 GIC 平成29年度第53回研修セミナ

ー 
29.9.25 第7回計算統計物理学研究会 
29.9.26-27 産技連東北地域部会秋季機械・金

属分科会 
29.9.28 米沢電機工業会 産総研つくば見

学（広域コラボ47） 
29.10.5-6 産技連東北地域部会秋季物質・材

料・デザイン分科会 
29.10.6 NEDO フォーラム2017in 山形 

29.10.12-13 
産技連東北地域部会秋季資源・環

境・エネルギー分科会 

29.10.13 
産技連東北地域部会プラスチック

成型加工技術研究会総会・講演会

29.10.15 
サイエンスデイ in 多賀城2017 
出展 

29.10.18 
SIP リグニン2017公開シンポジウ

ム＆展示会 

29.10.19-20 
産技連東北地域部会秋季情報通

信・エレクトロニクス分科会 

29.10.20-21 おおさき産業フェア2017 出展 

29.10.24 
あおもり産学官金連携 Day2017
出展 

29.10.30-31 
東北産技連工業系支援機関ネット

ワーク研修会 

29.11.8 
産技連東北地域部会東北再生可能

エネルギー研究会見学会 

29.11.9 第56回産総研・新技術セミナー 

29.11.10 
第47回北東北公設試技術連携推進

会議 

29.11.14-15 理事長訪問型 TBF in 山形 

29.11.16 
第37回中東北公設試技術連携推進

会議 

29.11.22 
産技連東北地域部会東北航空宇宙

産業研究会役員会 

29.11.27-28 
平成29年度東北・中国地域公設試

機関長・所長会議 

29.11.30 
産技連東北地域部会秋季食品・バ

イオ分科会 

29.12.1 
国立研究開発法人産業技術総合研

究所東北センター創立50周年記念

シンポジウム 

29.12.22 
GIC 平成29年度第54回研修セミナ

ー 

30.1.15 
MathAM-OIL 第2回企業連携ワ

ークショップ 

30.1.17 第57回産総研・新技術セミナー 

30.1.18 
産学官金連携フェア2018みやぎ 
出展 

30.2.1 
産技連東北地域部会東北再生可能

エネルギー研究会役員会・総会・

講演会 

30.2.15-17 新機能性材料展2017 出展 

30.2.16 
フレキシブル有機 EL 材料セミナ

ー／第30回 Clayteam セミナー 

30.2.21 
第12回企業情報交換会 in いちの

せき 
30.2.22 東北活性研フォーラム 共催 

30.2.23 
GIC 平成29年度第55回研修セミナ

ー 

30.2.28 
第38回中東北公設試技術連携推進

会議 

30.3.7 
第48回北東北公設試技術連携推進

会議 

30.3.12-13 
アグリテクノフェア in 北海道 出

展 

 

--------------------------------------------------------------------------- 
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所  長：松田 宏雄 

所長代理：伊藤 日出男 

上席イノベーションコーディネータ：伊藤 努 

上席イノベーションコーディネータ：南條 弘 
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  ［東北センター産学官連携推進室］ 

   室 長：（兼）伊藤 日出男 

 

  ［東北センター研究業務推進室］  

   室 長：長山 信一 

 

  ［化学プロセス研究部門］ 

 

  ［産総研・東北大数理先端材料モデリング 

   オープンイノベーションラボラトリ 

（MathAM-OIL）］ 

 

7）中部センター（AIST Chubu） 
--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：〒463-8560 愛知県名古屋市守山区大字 

下志段味字穴ケ洞2266-98 

代表窓口：TEL:052-736-7000、FAX:052-736-7400 

サイト：名古屋駅前サイト： 

    〒450-0002 愛知県名古屋市中村区名駅 

4丁目4-38 

    TEL：052-583-6454 

名古屋大学連携研究サイト： 

    〒464-8601 愛知県名古屋市千種区不老町 

TEL：052-736-7611 

石川サイト： 

    〒920-8203 石川県金沢市鞍月2丁目1番地 

TEL：076-268-3383 

人 員：142名（118名） 

概 要： 

 産業技術総合研究所中部センターは、ものづくり産

業が高度に集積した中部地域において、機能部材技術

を核とした「材料系ものづくりの総合的な研究拠点化」

を目指しており、材料・化学領域に属する無機機能材

料研究部門、構造材料研究部門及び磁性粉末冶金研究

センター並びに、エネルギー・環境領域に属する窒化

物半導体先進デバイスオープンイノベーションラボラ

トリが、材料・プロセス・計測評価技術に関わる高度

な研究を展開している。また、中部地域の産業界、大

学、公設試や行政機関との緊密な連携により、広範な

産業・社会ニーズに応える連携拠点として活動してい

る。特に、中部センターだけでなく全産総研が有する

革新的な技術シーズを、中部地域を中心とした企業に

よる事業化に繋ぐ「橋渡し」の役割を果たしている。

平成29年度に実施した主な研究成果発信、産学官連

携等の活動を以下に示す。 

①研究成果発信：中部センター所属の4研究ユニット

と合同で中部センター研究発表会・オープンラボ及

び中部センター研究講演会を開催し、研究発表会で

は30件の研究発表、オープンラボでは6件の研究現

場紹介、研究講演会では4件の研究講演を行った。

研究発表会・オープンラボには延べ人数で99名の

参加者、研究講演会には86名の参加者があり、中

部センターの研究活動と成果をアピールした。また

「TECH Biz EXPO 2017」（来場者13,582名）にお

いて、成果等の展示を行った。北陸地域でのシーズ

発信活動として金沢市でイノベーションシーズ講演

会（参加者45名）を開催した。その他、本年度の延

べ見学者数は148名に達している。 

②知的財産権取得状況：知的財産権の取得を積極的に

推進し、国内特許68件、外国特許47件を出願した。

技術相談件数は1,151件あった。 

③連携拠点、連携活動：連携・協力提携協定を締結し

ている名古屋大学および名古屋工業大学それぞれと

連携協議会を開催すると共に、連携強化のため技術

交流会や共同研究構築のための FS 調査研究を実施

した。特に名古屋大学とは、平成27年度から対象

となる領域を拡大し、全産総研の事業として実施し

ている。中部地域の公設試験研究機関とは、産業技

術連携推進会議東海・北陸地域部会の活動を通じ、

産総研を中核とした連携を構築するための活動を展

開した。6公設試の職員を産総研イノベーションコ

ーディネータに委嘱し、地域企業との連携の強化に

努めた。産業界をはじめとする外部機関との連携も

積極的に展開し、共同研究154件、受託研究26件を

行った。 

 中部地域の産学官連携に携わる7機関（現在は8

機関）が活動拠点を共同で運営し、当地域のイノベ

ーション創出基盤を強化することを目的として設置

した「名古屋駅前イノベーションハブ」を活用し、

ワンストップサービスが可能な企業向けの技術相談

事業を実施するとともに、各種イベントを開催した。 

④人材育成等：連携大学院の拡充強化に努め、9大学

（名古屋大学、名古屋工業大学、岐阜大学、北海道

大学、長岡技術科学大学、大同大学、中部大学、愛

知工業大学、上智大学）に15名が就任している。

また、地域住民へのアウトリーチ活動として、8月

に一般公開を開催した（参加者2,702名）。 
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［中部センター］所  長 立石 裕 

        所長代理 清水 聖幸、山内 幸彦 

        所長補佐 片桐 泰明 

        上席イノベーションコーディネータ 

             中村 守、飯田 康夫 

        イノベーションコーディネータ 

             渡村 信治 

        産業技術総括調査官 

             （兼）杉山 豊彦 
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        パテントオフィサー 池山 雅美 

  ［産学官連携推進室］室長 兼松  渉 

    ［連携業務グループ］グループ長 杉浦 宏幸 

        ［連携推進グループ］グループ長 

                  （兼）兼松  渉 

  ［研究業務推進部］部長 助川 友之 

           審議役 吉村 和記 

    ［管理グループ］グループ長 小賀野 功 

    ［会計グループ］グループ長 西田 幸治 

    ［環境安全グループ］グループ長 中島 秀紀 

   無機機能材料研究部門 

構造材料研究部門 

   磁性粉末冶金研究センター 

   窒化物半導体先進デバイス 

オープンイノベーションラボラトリ 

 
8）関西センター（AIST Kansai） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒563-8577 大阪府池田市緑丘1-8-31 

代表窓口：TEL：072-751-9601、FAX：072-751-9620 

サイト： 

福井サイト：〒910-0102 福井県福井市川合鷲塚町61字

北稲田10 福井県工業技術センター内 

     TEL：0776-55-0152 

人 員：159名（132名） 

概 要： 

 産業技術総合研究所関西センターは、旧大阪工業技

術研究所、旧電子技術総合研究所大阪ライフエレクト

ロニクス研究センター、旧計量研究所大阪計測システ

ムセンター、旧地質調査所大阪地域地質センターの4

所を母体としている。 

 現在、当センターには、4研究部門・1研究センタ

ー（電池技術研究部門、バイオメディカル研究部門、

情報技術研究部門、無機機能材料研究部門、先進パワ

ーエレクトロニクス研究センター）が置かれている。 

 関西センターは、持続的発展可能な社会の実現、産

業競争力の強化、地域産業の発展への貢献を目指し、

健康な暮らしを支える技術、豊かな暮らしを創る技術、

安心・安全な暮らしを守る技術の生活に密着する研究

開発を推進している。 

 関西地域は、産業界とアカデミアが集積し、産学官

連携が組みやすい構造にある。この特徴を活かし、産

総研の研究ポテンシャルを地域産業の振興に役立たせ

る連携活動も、積極的に展開している。近畿経済産業

局をはじめ、企業、大学、公的研究機関、自治体、企

業団体や研究開発支援団体などとの交流・連携を深め

ている。 

 産総研の研究活動を紹介するため、「産総研福井サ

イト開設1周年記念セミナー」（福井市）、「テクノブ

リッジフェア in 和歌山」（和歌山市）、「AIST 関西懇

話会講演会」（2回、大阪市）、産総研サイエンストー

ク：知らぬは恥だが役に立つ！？（北陸技術交流テク

ノフェア 2017 ジョイントイベント）」（福井市）、

「講演会：ガラスの微細分相とそれを利用した機能性

ガラスの開発」（池田市）、「第3回電池技術研究部門

フォーラム：水素社会を見据えた燃料電池の先進技術

開発」（大阪市）、「産総研テクノブリッジセミナー

2018 in 福井」（福井市）、「進化を続ける二次電池シ

ンポジウム」（大阪市）、「次世代ナノテクフォーラム

2018：新材料創出のための解析評価」（豊中市）、「関

西バイオ医療研究会講演会」（3回、池田市）などを

開催した。 

 連携業務の平成29年度実績（共同研究186件、技術

研修60件、受託研究27件、国内特許出願（単願39件、

共願27件）、外国特許出願（単願40件、共願35件））

には活発な産学官連携の実態が表われている。 

 また、科学技術の啓蒙普及を主眼に開催した研究所

公開（8月26日：来場者843名）、サイエンスカフェ

（2回：参加者計26名）を実施した。毎回多数の参加

者を得ており関西センターに寄せられている期待は大

きい。 

 情報技術研究部門と協力して組込みシステム産業と

の連携活動を進めている。人材高度化プログラムであ

る「組込み適塾」（203名の技術者が受講）、国内各地

域の組込み関連団体との連携強化を図る「全国組込み

産業フォーラム」、製品開発の現場で技術展示を行う

「出張展示会」などを組込みシステム産業振興機構と

開催した。 
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[関西センター] 所  長 角口 勝彦 

        所長代理 松原 一郎 

         上席イノベーションコーディネータ 

         境 哲男、福井 実 

        イノベーションコーディネータ 

（兼）松原 一郎、坪田 年、 

（兼）堀野 裕治、齋藤 俊幸 

 [産学官連携推進室] 

    室長 （兼）中村 徳幸 

    室長代理 木原 和彦 

    総括主幹 田中 隆裕、谷垣 宣孝、 

大槻 荘一、村瀬 至生 

    [連携業務グループ] グループ長 宮下 幸隆 

    [連携推進グループ] グループ長 

（兼）谷垣 宣孝 

  [研究業務推進部] 部長 亀卦川 広之 

    [管理グループ] グループ長 乾 直樹 

    [会計グループ] グループ長 平松 宏之 

    [環境安全グループ] グループ長 小川 正和 
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  [電池技術研究部門] 

  [バイオメディカル研究部門] 

  [情報技術研究部門] 

  [無機機能材料研究部門] 

  [先進パワーエレクトロニクス研究センター] 

 

9）中国センター（AIST Chugoku） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒739-0046 広島県東広島市鏡山3-11-32 

代表窓口：TEL：082-420-8230、FAX：082-423-7820 

人 員：29名（21名） 

概 要： 

 産業技術総合研究所中国センターは、中国地域にお

ける中核的な研究拠点として活動を展開しており、機

能化学研究部門では再生可能資源から高効率かつ低環

境負荷で各種の基礎・機能性化学品を製造し、高度利

用するための基盤技術開発を進めている。また産総研

の中国地域におけるイノベーションハブとして、企業

の技術相談・支援に注力するとともに、大学、公設試

との連携を推進している。 

 機能化学研究部門では、バイオマスからの機能性化

学品製造において、その収率に大きく影響するセルロ

ース、ヘミセルロース、リグニンの主要3成分の高効

率分離技術の研究開発、リグニンから機能化学品への

変換技術の研究開発、発酵による機能化学品の生産に

適した宿主微生物の研究開発を行っている。また、バ

イオマスの主要成分であるセルロースをターゲットと

して、物理的・化学的手法により、ナノセルロースや

バイオマスフィラーを製造し、その高い強度等のポテ

ンシャルを生かして、樹脂複合材料や高性能材料の研

究開発を行っている。さらに、ナノセルロースを高度

利用するための特性評価技術の開発にも取り組んでい

る。 

 中国センター産学官連携推進室は、地域企業の技術

課題と産総研の研究成果のマッチングの強化等を目的

に創設した産総研中国センター友の会（産友会）の活

動として、会員企業訪問、メルマガ発信等を継続して

行っている。また、産総研中国センターシンポジウム、

産業技術連携推進会議中国地域部会、中国地域産総研

技術セミナー、中国四国地域公設試験研究機関研究者

合同研修会等を開催した。さらに、平成27年度には、

大学との包括協定の下、見学会および講演会を開催し

た。広報活動として、広島中央サイエンスパーク施設

公開の一環として「産総研中国センター 施設公開」

を8月に実施した（来場者:1797名）。 

--------------------------------------------------------------------------- 
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[中国センター] 所  長   柳下 宏 

        所長代理   仲山 賢一 

        所長補佐   田原 誠一郎 

   上席イノベーションコーディネーター 中村 修 

  [中国センター産学官連携推進室] 

     室  長      三島 康史 

  [中国センター研究業務推進室] 

     室  長      山口 洋二 

  [機能化学研究部門] 

   研究副部門長      吉田 勝  

      バイオベース材料化学グループ 

   バイオ変換グループ 

   セルロース材料グループ    

 

10）四国センター（AIST Shikoku） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒761-0395 香川県高松市林町2217番地14号 

代表窓口：TEL(087)869-3511、FAX(087)869-3553 

人 員：34名（24名） 

概 要： 

 産業技術総合研究所四国センターは、‘94.7月に香

川県が技術・情報・文化の複合拠点として旧高松空港

跡地に整備した「香川インテリジェントパーク」内に

立地し、「研究拠点」として健康工学研究部門の研究

成果や技術を活用した「健康関連産業の創生」に取り

組むとともに、「連携拠点」として全産総研のポテン

シャルを活用したものづくり基盤技術力の向上および

先端技術の導入による「ものづくり産業の競争力強化」

に取り組んでいる。 

 健康工学研究部門は「人間の健康状態を計測・評価

し、その活動を支援するため、先端的なバイオ技術と

材料システム開発技術を融合し、健康な生活の実現に

寄与する技術を確立する」ことをミッションとし、四

国センターでは、特に、1）健康状態の可視化、2）

生活環境における健康増進を戦略課題として、糖尿病

などの予知診断のためのバイオマーカー測定・診断デ

バイス開発、感染症の超早期診断機器の開発、および

水中の有害物質の選択的除去や抗菌成分の長期間放出

が可能な材料の開発などに取り組んでいる。 

 四国地域の企業を中心に組織化した「四国工業研究

会」への研究成果の発信や普及、イノベーションコー

ディネータを中心とした個別企業との対話や技術相談、

テクノブリッジ in 四国の開催等、四国地域における

工業技術の振興、産業の発展を目指した活動を実施し

た。また、公設試職員に産総研 IC を委嘱して公設試

との連携を強化し、さらに香川県と産総研との包括協

定に基づく、先端技術活用型研究開発支援事業を実施

し、自治体とも共同で産業振興に取り組んだ。 
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「四国地域イノベーション創出協議会」の副事務局

として、産総研と経済局・自治体との情報共有を主と

した連絡会議の開催に加え、産業支援機関などの支援

ツールを活用することで企業の多様なニーズに応える

活動を実施、特に近年注目の集まっているセルロース

ナノファイバー（CNF）の産業活用を目指す「四国

CNF プラットフォーム」の活動を支援した。また

“四国産業技術大賞・革新技術賞”として、技術開発

成果が特に優秀であった四国内企業5社の表彰を実施

した。 

「産業技術連携推進会議」の四国地域部会食品分析

フォーラム分科会（20の公設試を含む29会員で構成）

では、地域特産食品の機能性成分の分析法を標準化し、

食品商品への機能性成分量表示を図り、我が国の地域

食品関連産業の振興を期することを目的としている。

今年度は、臨海副都心センターにて推進会議を行った。

また、食品機能性評価技術研究会（四国4県公設試と

農研機構で構成）ではセミナーを2回開催した。さら

に、中小製造業の IT 化支援を目的に産総研で開発さ

れたソフトウェア作成ツール MZ プラットフォーム

の普及を目的とする活動を開始した。 

1月には、組織や県の枠を越えて、四国内の大学、

国研、公設試、高専、企業、産業支援機関などの研

究・開発に携わる人々が一堂に会し、「健康・介護・

食品」と「ものづくり・防災・農業食」を中心とする

多様な技術シーズを学ぶとともに、今後の交流のため

の人的ネットワークを形成することを目指した、「四

国オープンイノベーションワークショップ」を高知市

で開催した。 

2月には、科学と芸術の融合がもたらす「感動」を

テーマに「サイエンスとアートの広場」を高松市で開

催した。 

その他、産業界向けの講演会として、四国4県の公

設試や産業支援機関の協力のもと「新技術セミナー」

を計2回開催した。また、青少年に科学技術のおもし

ろさを体験する機会を提供し、理解増進を図ることを

目的に一般公開を開催、約650名の参加があった。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2018/3/31現在） 

 

［四国センター］所  長 田尾 博明 

        所長代理 大家 利彦     

    イノベーションコーディネータ 矢野 哲夫 

  ［四国センター産学官連携推進室］ 

       室  長 中田 正人 

  ［四国センター研究業務推進室］ 

       室  長 戸田 昭彦 

       室長代理 松浦 晃久 

  ［健康工学研究部門］ 

       研究部門長 達 吉郎 

       副研究部門長（兼） 大家 利彦 

     生体ナノ計測研究グループ 

     生活環境制御研究グループ 

     細胞光シグナル研究グループ 

     バイオマーカー診断研究グループ 

  

  （以下、つくばセンター） 

     セラノスティックデバイス研究グループ 

     人工臓器研究グループ 

     生体材料研究グループ 

     界面・材料研究グループ 

 

11）九州センター（AIST Kyushu） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒841-0052 佐賀県鳥栖市宿町807-1 

代表窓口：TEL：0942-81-3600、FAX：0942-81-3690 

福岡サイト：〒812-0013 福岡県福岡市博多区博多駅東 

2-13-24（一財）九州産業技術センター内 2F 

     TEL：092-292-5051 

人 員：38名（28名） 

概 要： 

 産業技術総合研究所九州センターは、九州地域にお

けるオール産総研の窓口として、「研究拠点」と「連

携拠点」の二つの機能を活用した研究開発に取り組ん

でいる。 

 「研究拠点」としては、「製造技術研究部門」の４

グループを設置し、生産システムの高度化や維持管理

のための様々なセンシングシステム、センサネットワ

ーク技術、データ利用技術開発を推進している。また、

「太陽光発電研究センター」の1チームを設置し、世

界で例を見ない30種類以上の太陽電池の屋外曝露施

設の運営により、実環境性能や長期信頼性評価技術の

開発を推進している。 

さらに、平成27年度に開設した「ミニマルファブ

ショールーム」（平成29年度の来訪者：延べ406名）

で、MEMS の要素技術の一つであるリソグラフィを

体験してもらう「ミニマルファブ体験講座」を開始し

た。 

 ｢連携拠点｣としては、「九州センター産学官連携推

進室」を設置し、九州・沖縄地域の関係機関と密接に

連携した事業を推進している。産技連九州・沖縄地域

部会等が一体となって地域企業等へ技術情報提供、情

報交換等を行う交流の場として、「九州・沖縄 産業技

術オープンイノベーションデー」を北九州市にて11

月に開催し、企業等から多数の参加者を得た（講演

会・合同成果発表会参加者：234名）。また、広域連

携の機運醸成に資するべく、「九州・沖縄地域公設試

及び産総研九州センター研究者合同研修会」を長崎県

工業技術センターで開催した（出席者42名）。さらに、

九州経済産業局、中小機構九州本部、九州産業技術セ
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ンターおよび九州ニュービジネス協議会との5者共同

主催による「産学官交流研究会 博多セミナー」を中

小機構九州本部において毎月第一金曜日に開催し、産

学官の出会いと交流・相談の場を提供した（平成29

年度の参加者：延べ1,132名）。 

 研究成果の橋渡し加速に向けた企業との連携拡大の

場として、｢産総研テクノブリッジフェア in 九州｣を2

月に9社の企業を招待して九州センターで開催した。

ここでは産総研の成果展示、ラボツアー、理事長との

面談等を行った。 

 自治体、大学との連携では、佐賀県から「佐賀県リ

ーディング企業創出支援事業」の委託を受け、平成

28年度からの継続も含めて5件（新規1件、継続4件）

の企業との共同開発に取り組んだ。九州工業大学、北

九州市、早稲田大学および北九州市立大学との5者で

9月に覚書を締結し、これに基づく連携事業として、

環境エレクトロニクスの研究を引き続き推進している。 

 産総研コンソーシアム「製造技術イノベーション協

議会（5研究会、会員数102）」を運営し、総会講演会

を含む8回の講演会（参加者:延べ277名）を開催した

（注：他の研究会、学会等との共催を含む）。 

また、出前シンポジウムを「プリンテッド・エレク

トロニクスが拓く社会と産業の将来」というテーマで、

11月に熊本、3月に大分で開催し、それぞれ120名、

52名の参加者を得た。 

他機関の主催事業にも積極的に参画した。3月開催

の「くまもと産業復興支援プロジェクトフォーラム

2018」の中で、マッチングイベントへの出展とセミ

ナーを開催した（セミナー参加者：49名）。また、11

月に熊本で開催された「NEDO フォーラム2017 in

熊本」において、産総研の事業について紹介を行った。 

また、地域において産総研に対する理解を深めても

らうことを目的とした「産総研九州センター一般公開」

を8月に開催した（来場者：447名）。また、「産総研

サイエンスカフェ」を6月、2月の2回開催した（来場

者：合計90名）。さらに、8月に開催された佐賀県主

催の「SAGA ものスゴフェスタ2017」に出展した。 

機構図（2018/3/31現在） 

 

［九州センター］ 

       所長          坂本 満 

       所長代理        堀野 裕治 

       所長代理        平井 寿敏  

       産業技術総括調査官（兼）野中 一洋 

       イノベーションコーディネータ 

                （兼）堀野 裕治 

（兼）野中 一洋 

                （兼）上杉 文彦 

                   岩崎 孝志      

                 

   ［産学官連携推進室］ 

       室長       （兼）平井 寿敏 

 

   ［九州センター研究業務推進室］ 

       室長          橋本 朗 

       室長代理        前川 陽 

   ［製造技術研究部門］ 

          

   ［太陽光発電研究センター］  
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◆図書蔵書数 

蔵書  平成29年度末

蔵書数 製本冊数 蔵書数

購入 寄贈 除籍・移動 計 （冊） 購入 寄贈 除籍・移動 計 （冊） （冊）

北海道センター 外国 0 0 0 0 646 0 3 0 3 3 324

国内 0 54 0 54 1,798 0 133 0 133 37 3,200

計 0 54 0 54 2,444 0 136 0 136 40 3,524

東北センター 外国 1 0 △ 38 △ 37 284 0 10 0 10 0 211

国内 0 0 △ 73 △ 73 1,136 0 2 0 2 0 28

計 1 0 △ 111 △ 110 1,420 0 12 0 12 6 239

つくばセンター

 第２事業所 外国 0 0 0 0 72 0 0 0 0 0 0

国内 3 1 △ 5 △ 1 402 0 0 0 0 0 0

計 3 1 △ 5 △ 1 474 0 0 0 0 0 0

 第３事業所 外国 0 531 0 531 1,994 0 19 0 19 12 456

国内 0 11 0 11 222 0 0 0 0 0 74

計 0 542 0 542 2,216 0 19 0 19 12 530

 第５事業所 外国 0 0 0 0 168 0 0 0 0 0 0

国内 0 3 0 3 815 0 0 0 0 0 0

計 0 3 0 3 983 0 0 0 0 0 0

 第６事業所 外国 0 0 0 0 149 0 3 △ 252 △ 249 0 15,345

国内 1 0 0 1 577 0 0 △ 21 △ 21 0 2,098

計 1 0 0 1 726 0 3 △ 273 △ 270 0 17,443

 第７事業所 外国 96 1,402 △ 70 1,428 86,041 152 1,018 △ 21 1,149 240 146,435

国内 0 2,136 △ 117 2,019 74,350 118 643 △ 59 702 556 42,821

計 96 3,538 △ 187 3,447 160,391 270 1,661 △ 80 1,851 796 189,256

 東事業所 外国 198 51 0 249 18,204 14 2 0 16 25 37,266

国内 0 135 0 135 14,713 0 40 △ 40 0 76 10,085

計 198 186 0 384 32,917 14 42 △ 40 16 101 47,351

 西事業所 外国 0 40 0 40 8,788 5 0 0 5 121 23,241

国内 8 167 0 175 11,233 49 0 0 49 61 11,353

計 8 207 0 215 20,021 54 0 0 54 182 34,594

中部センター 外国 6 93 0 99 7,439 12 0 0 12 12 44,530

国内 0 175 0 175 10,086 15 15 0 30 30 12,170

計 6 268 0 274 17,525 27 15 0 42 42 56,700

関西センター 外国 31 32 △ 2 61 11,567 1 254 0 255 310 26,659

国内 0 82 △ 29 53 9,324 8 94 △ 74 28 168 7,005

計 31 114 △ 31 114 20,891 9 348 △ 74 283 478 33,664

中国センター 外国 0 9 0 9 1,517 0 0 0 0 0 5,825

国内 0 152 0 152 3,970 0 19 0 19 11 3,078

計 0 161 0 161 5,487 0 19 0 19 11 8,903

四国センター 外国 0 2 0 2 1,568 0 0 0 0 0 6,609

国内 0 4 0 4 3,775 0 0 0 0 0 2,663

計 0 6 0 6 5,343 0 0 0 0 0 9,272

九州センター 外国 0 0 △ 6 △ 6 1,486 0 0 △ 8,813 △ 8,813 0 6,191

国内 0 3 △ 38 △ 35 3,112 0 0 △ 5,503 △ 5,503 0 1,767

計 0 3 △ 44 △ 41 4,598 0 0 △ 14,316 △ 14,316 0 7,958

産総研　合計 外国 332 2,160 △ 116 2,376 139,923 184 1,309 △ 9,086 △ 7,593 723 313,092

国内 12 2,923 △ 262 2,673 135,513 190 946 △ 5,697 △ 4,561 939 96,342

計 344 5,083 △ 378 5,049 275,436 374 2,255 △ 14,783 △ 12,154 1,662 409,434

※産業技術総合研究所全センターで利用可能な電子ジャーナルタイトルは約3,300誌、電子ブックタイトルは約31,500冊

29年度受入数（冊）センター・事業所 区分

単行本

29年度受入数（冊）

雑誌
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Ⅲ．資   料 
 従来の工業技術院年報で大部分を占めていた研究発表、特許登録などのデータは、産業技術総合研究所年報からは、

研究ユニット別の成果等にて記載している。これらのデータは、産業技術総合研究所公式ホームページ

（www.aist.go.jp/）データベースにて提供されている。 
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1．研究発表 

  
誌上

発表

口頭

発表

著書・

刊行

物・調

査報告

地球科

学情報

計量技

術情

報・工

業標準

化 

ソフト

ウェア 

データ

ベース 

イベン

ト出展 

プレス

発表
総計

フェロー   1               1
エネルギー・環境領域研究戦略部 45 36           2   83
創エネルギー研究部門 102 161 9         1 1 274
電池技術研究部門 61 168 8         9   246
省エネルギー研究部門 177 286 9           4 476
環境管理研究部門 119 263 17     3   18 3 423
安全科学研究部門 105 200 13   1     13   332
太陽光発電研究センター 136 338 7   1     2 2 486
再生可能エネルギー研究センター 90 187 11 4   1   5 2 300
先進パワーエレクトロニクス研究センター 70 202 1   2     1 1 277
窒化物半導体先進デバイスオープンイノベーションラ

ボラトリ 
12 48           1   61

生命工学領域研究戦略部 39 156 1         2   198
創薬基盤研究部門 73 144 10         5 4 236
バイオメディカル研究部門 175 355 14         27 2 573
健康工学研究部門 98 186 17   7     5   313
生物プロセス研究部門 121 241 10         13 6 391
創薬分子プロファイリング研究センター 37 55 1         3   96
情報・人間工学領域研究戦略部 13 27 4             44
人工知能研究戦略部 2                 2
情報技術研究部門 142 195 6   6     4 1 354
人間情報研究部門 256 392 13   1     11 2 675
知能システム研究部門 113 204 16         3 5 341
自動車ヒューマンファクター研究センター 43 69 5             117
ロボットイノベーション研究センター 71 72 1   1     4   149
人工知能研究センター 323 371 15   2     20 4 735
材料・化学領域   10 1             11
材料・化学領域研究戦略部 18 50               68
機能化学研究部門 115 247 11   4     13 2 392
化学プロセス研究部門 97 216 19         12 2 346
ナノ材料研究部門 130 244 14         7 4 399
無機機能材料研究部門 134 313 7         22 2 478
構造材料研究部門 99 185 13   3     18 5 323
触媒化学融合研究センター 65 175 12         4 4 260
ナノチューブ実用化研究センター 22 54 4           2 82
機能材料コンピュテーショナルデザイン研究センター 95 181 6         4 1 287
磁性粉末冶金研究センター 17 69 4         1   91
先端オペランド計測技術オープンイノベーションラボ

ラトリ 
28 52 1           5 86

エレクトロニクス・製造領域研究戦略部 1 1               2
ナノエレクトロニクス研究部門 202 464 6         5 2 679
電子光技術研究部門 242 413 20         48 3 726
製造技術研究部門 116 306 6         23 4 455
スピントロニクス研究センター 41 83             6 130
フレキシブルエレクトロニクス研究センター 60 134 15         10 5 224
先進コーティング技術研究センター 32 100 2         4 1 139
集積マイクロシステム研究センター 91 116 4         5 1 217
地質調査総合センター   1               1
地質調査総合センター研究戦略部 7 9 4       1 41 1 63
活断層・火山研究部門 102 263 40 12       18 4 439
地圏資源環境研究部門 128 226 27 8   1   17 2 409
地質情報研究部門 174 315 20 113       36 10 668
地質情報基盤センター 4 14 3 6       6   33
計量標準総合センター   1               1
計量標準総合センター研究戦略部 1                 1
工学計測標準研究部門 88 109 7   50     19 1 274
物理計測標準研究部門 161 207 5   20     9 9 411
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物質計測標準研究部門 121 266 20   72     6 1 486
分析計測標準研究部門 129 339 7   19     12 3 509
計量標準普及センター 4 7 2   2     9   24
TIA 推進センター   1               1
評価部 1 1               2
イノベーション推進本部 109 2 1             112
地域連携推進部 1                 1
産学官・国際連携推進部 1 1               2
環境安全本部 1 1               2
総務本部 1 5 9         26   41
連携推進ユニット 2 5 2             9
つくばセンター                 1 1
福島再生可能エネルギー研究所 1 2               3
臨海副都心センター 1                 1
東北センター   4               4
中部センター 1 3 2             6
関西センター 4 2               6
四国センター   2 1   2         5
総計 5070 9556 483 143 193 5 1 524 118 16093
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2．兼  業 

平成29年度兼業一覧 

()内は役員兼業の数を示している 

所属／依頼元 高等教育機関 公的機関 公益法人 民間企業等 総計 
創エネルギー研究部門 2 1 17 2 22

電池技術研究部門 1 2 11 4 18

省エネルギー研究部門 7 3 30 8 48

環境管理研究部門 8 8 47 8 71

安全科学研究部門 9 13 21 16(1) 59(1)

太陽光発電研究センター 3   3  6

再生可能エネルギー研究センター 3 3 4 2 12

先進パワーエレクトロニクス研究センター   1   1 2

創薬基盤研究部門 8 1 15 1(1) 25(1)

バイオメディカル研究部門 25 4 19 15(3) 63(3)

健康工学研究部門 6 1 13 6(4) 26(4)

生物プロセス研究部門 9 5 13 1 28

創薬分子プロファイリング研究センター       2(2) 2(2)

情報技術研究部門 6 4 12 8(1) 30(1)

人間情報研究部門 42 2 32 19(9) 95(9)

知能システム研究部門 32 6 10 5(1) 53(1)

自動車ヒューマンファクター研究センター 7   5 5(2) 17(2)

ロボットイノベーション研究センター 11   3 4(1) 18(1)

人工知能研究センター 28 7 26 12(2) 73(2)

機能化学研究部門 5   2 1 8

化学プロセス研究部門 4   4 1 9

ナノ材料研究部門 4 1 5 1(1) 11(1)

無機機能材料研究部門 6   5 1(1) 12(1)

構造材料研究部門 5   2  7

触媒化学融合研究センター 6 2 3  11

機能材料コンピュテーショナルデザイン研究

センター 
4   6  10

磁性粉末冶金研究センター     1  1

ナノエレクトロニクス研究部門 1 1 7 1 10

電子光技術研究部門 4 2 11 2(2) 19(2)

製造技術研究部門 7 5 8 7 27

スピントロニクス研究センター   1 1  2

フレキシブルエレクトロニクス研究センター     1 1(1) 2(1)

先進コーティング技術研究センター 1 2 4  7

集積マイクロシステム研究センター 3      3

活断層・火山研究部門 5 4    9

地圏資源環境研究部門 4 2 6  12

地質情報研究部門 10 2 6  18

地質情報基盤センター 3      3

工学計測標準研究部門 8   4  12

物理計測標準研究部門 7 3 9  19

物質計測標準研究部門 5 2 6 1 14

分析計測標準研究部門 2   5 5(4) 12(4)

計量標準普及センター     1  1

地域センター   5 27 7 39

本部組織・事業組織・その他 27 20 49 10 106

総計 328 113 454 157 1052
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3．中長期目標 

Ⅰ．政策体系における法人の位置付け及び役割（ミッシ

ョン） 

1．政策体系における産総研の位置付け 

国立研究開発法人産業技術総合研究所（以下「産総

研」という。）は、鉱工業の科学技術に関する研究開発

等の業務を総合的に行う国立研究開発法人として、経済

産業省がその所掌事務である「民間における技術の開発

に係る環境の整備に関すること」、「鉱工業の科学技術

の進歩及び改良並びにこれらに関する事業の発達、改善

及び調整に関すること」、「地質の調査及びこれに関連

する業務を行うこと」、「計量の標準の整備及び適正な

計量の実施の確保に関すること」を遂行する上で、中核

的な役割を担っている。 

産総研は、この役割を果たすため、①鉱工業の科学技

術に関する研究開発、②地質の調査、③計量の標準の設

定並びに計量器の検定、検査、研究開発、計量に関する

教習、④これらに係る技術指導及び成果普及、⑤技術経

営力の強化に資する人材の養成等の業務を行うこととさ

れている 。 

現下の産業技術・イノベーションを巡る状況を見ると、

これまで我が国企業は世界最高水準の品質の製品を製

造・販売することで世界をリードしてきたが、近年、大

企業においても基礎研究から応用研究・開発、事業化の

全てを自前で対応することは一層難しくなってきている。

他方で、我が国には、まだ事業化に至っていない優れた

技術シーズが数多くある。イノベーションは、技術シー

ズが企業や研究機関など様々な主体の取り組みにより、

事業化に「橋渡し」されることで、初めて生み出される

ものである。その意味で、革新的な技術シーズを迅速に

事業化につなげていくための「橋渡し」機能の強化によ

るイノベーション・ナショナルシステムの構築が、我が

国の産業競争力を決定づける非常に重要な要素となって

いる。 

こうした状況認識の下、経済産業省の産業構造審議会 

産業技術環境分科会 研究開発・評価小委員会の「中間

とりまとめ」（平成26年6月）において我が国のイノベ

ーション・システム構築に向けての提言がなされ、「日

本再興戦略」改訂2014（平成26年6月24日）及び「科学

技術イノベーション総合戦略2014」（平成26年6月24

日）においては、産総研及び新エネルギー・産業技術総

合開発機構（NEDO）において「橋渡し」機能強化に

先行的に取り組み、これらの先行的な取組について、適

切に進捗状況の把握・評価を行い、その結果を受け、

「橋渡し」機能を担うべき他の研究開発法人に対し、対

象分野や各機関等の業務の特性等を踏まえ展開すること

とされた。 

加えて、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（平成

26年12月27日閣議決定）においては、地域イノベーシ

ョンの推進に向けて、公設試験研究機関（公設試）と産

総研の連携による全国レベルでの「橋渡し」機能の強化

を行うこと等を通じて中堅・中小企業が先端技術活用に

よる製品や生産方法の革新等を実現する仕組みを構築す

ることとされた。 

また、地質情報や計量標準等の知的基盤は、国民生

活・社会経済活動を支える重要かつ不可欠な基盤であり、

国の公共財として国民生活の安全・安心の確保やイノベ

ーション促進、中堅・中小企業のものづくり基盤等、国

民生活や社会経済活動を幅広く支えており、社会資本と

同様に国の責務として整備すべきソフトインフラである。 

現下において、地質情報については、東日本大震災以

降レジリエントな防災・減災機能の強化の必要性が高ま

る中、その重要性が再認識されているところである。ま

た、計量標準については、イノベーション創出の基盤で

あり、昨今の高度化する利用者ニーズへの対応を図るこ

とが求められている。 

さらに、産総研は、「特定国立研究開発法人による研

究開発等の促進に関する特別措置法」（平成28年法律

第43号）により、平成28年10月1日から特定国立研究開

発法人（以下「特定法人」という。）に指定されること

となった。このため、特定法人として、同法の目的であ

る「世界最高水準の研究開発の成果の創出並びにその普

及及び活用の促進を図り、もって国民経済の発展及び国

民生活の向上に寄与する」ことが期待されており、具体

的には、同法に基づき策定された「基本方針」により、

以下を基本的な方向とする取り組み等を特定法人として

進めることが求められている。 

・国家戦略に基づき世界最高水準の研究成果を創出、普

及及び活用の促進、国家的課題の解決を先導 

・我が国全体のイノベーションシステムを強力に牽引す

る中核機関として、産学官の人材、知、資金等の結集す

る場の形成を先導 

・制度改革等に先駆的に取り組み、他の国立研究開発法

人をはじめとする研究開発等への波及・展開を先導 

・法人の長の明確な責任の下、迅速、柔軟かつ自主的・

自律的なマネジメントの確保 

 

2．本中長期目標期間における産総研のミッション 

こうした現下の状況や政府方針を踏まえ、平成27年

度から始まる新たな中長期目標期間における産総研のミ

ッションは以下のとおりとする。 

第一に、産業技術政策の中核的実施機関として、革新

的な技術シーズを事業化につなぐ「橋渡し」の役割を果

たすものとする。この「橋渡し」については、これまで

の産総研における取組方法の変革が求められること、我

が国のイノベーション・システムの帰趨にも影響を与え

うること、所内でも多くのリソースを投入し取り組むこ

とが不可欠であることから、最重要の経営課題と位置づ

けて取り組むべきものである。また、地域イノベーショ

ンの推進に向けて、公設試等とも連携し、全国レベルで
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の「橋渡し」を行うものとする。さらに、産総研が長期

的に「橋渡し」の役割を果たしていくため、将来の橋渡

しの基となる革新的な技術シーズを生み出す目的基礎研

究にも取り組むものとする。 

第二に、地質調査及び計量標準に関する我が国におけ

る責任機関として、今時の多様な利用者ニーズに応える

べく、当該分野における知的基盤の整備と高度化を、国

の知的基盤整備計画に沿って実施するものとする。また、

新規技術の性能・安全性の評価技術や標準化等、民間の

技術開発を補完する基盤的な研究開発等を実施するもの

とする。 

第三に、これらのミッションの達成に当たって、研究

人材の拡充と流動化、育成に努めるとともに、技術経営

力の強化に資する人材の養成を図るものとする。 

 

Ⅱ．中長期目標の期間 

産総研の平成27年度から始まる第4期における中長期

目標の期間は、5年（平成27年4月～平成32年3月）とす

る。 

 

Ⅲ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に

関する事項 

 第4期中長期目標期間においては、研究開発の成果の

最大化その他の業務の質の向上のため、以下のとおり、

「橋渡し」機能の強化及び地質調査、計量標準等の知的

基盤の整備を推進するとともに、これらの実現のため業

務横断的に研究人材の拡充、流動化、育成及び組織の見

直しに取り組むものとする。 

また、産総研の強み等も踏まえ、同期間に重点的に推

進するべき研究開発の方針は、別紙１に掲げるとおりと

するとともに、研究領域を一定の事業等のまとまりと捉

え、評価に当たっては、別紙２に掲げる評価軸等に基づ

いて実施することとする。 

 

1．「橋渡し」機能の強化 

「橋渡し」機能については、将来の産業ニーズを踏ま

えた目的基礎研究を通じて革新的な技術シーズを次々と

生みだし、これを磨き上げ、さらに橋渡し先として最適

な企業と連携して、コミットメントを得た上で共に研究

開発を進めて事業化にまで繋げることが求められるもの

であり、当該機能は、広範な産業技術の各分野に関して

深い専門的知見と基礎研究から製品化に至る幅広いリソ

ース、産業界をはじめとした関係者との広範なネットワ

ーク、さらに大規模な先端設備等を有する我が国を代表

する総合的な国立研究開発法人である産総研が、我が国

の中核機関となって果たすべき役割である。 

産総研は、これまでも、基礎研究段階の技術シーズを

民間企業等による事業化が可能な段階にまで発展させる

「橋渡し」の役割を、様々な分野で行ってきたところで

あるが、第4期中長期目標期間中にこの「橋渡し」機能

を抜本的に強化することを促すため、同目標期間の終了

時（平成32年3月）までに、受託研究収入等、民間企業

からの資金獲得額を、現行の3倍以上とすることを目標

として掲げ、以下の取り組みを行うものとする。なお、

当該目標の達成に当たっては、大企業と中堅・中小企業

の件数の比率に配慮するものとする。 

民間からの資金獲得目標の達成に向けては、年度計画

に各研究領域の目標として設定するとともに、産総研全

体として目標を達成するための PDCA サイクル等の方

法について、中長期計画に記載するものとする。 

 

【目標】 

本目標期間の終了時（平成32年3月）までに、民間企

業からの資金獲得額として、受託研究収入等を、現行

（46億円／年）の3倍（138億円／年）以上とすること、

及び、産総研が認定した産総研技術移転ベンチャーに対

する民間からの出資額を、現行（3億円／年）の3倍（9

億円／年）以上とすることを最も重要な目標とする。 

【重要度：高】【優先度：高】 

本目標期間における最重要の経営課題である「橋渡

し」に係るものであり、また、我が国のイノベーショ

ン・システムの帰趨にも影響を与えうるものであるため。 

【難易度：高】 

マーケティング力の強化、大学や他の研究機関との連

携強化、戦略的な知的財産マネジメント等を図ることが

必要であり、これまでの産総研における取組方法の変革

が求められるため。 

併せて、一定金額規模以上の橋渡し研究を企業と実施

した案件については、正確な事実を把握し、PDCA サ

イクルの推進を図るため、その後の事業化の状況（件数

等）の把握を行うものとする。 

（1）「橋渡し」につながる基礎研究（目的基礎研究） 

 「橋渡し」機能を持続的に発揮するには、革新的な

技術シーズを継続的に創出することが重要である。こ

のための目的基礎研究について、将来の産業ニーズや

内外の研究動向を的確に踏まえ、産総研が優先的に取

り組むべきものとなっているかを十分精査して研究テ

ーマを設定した上で、外部からの技術シーズの取り込

みや外部人材の活用等も図りつつ、積極的に取り組む

ものとする。また、従来から行ってきた研究テーマに

ついては、これまで世界トップレベルの成果を生み出

したかという観点から分析・検証して世界トップレベ

ルを担う研究分野に特化するものとする。 

 これにより、将来の「橋渡し」研究に繋がる革新的

な技術シーズを創出するとともに、特定法人の目指す

世界トップレベルの研究機関としての機能の強化を図

るものとする。 

 目的基礎研究の評価に当たっては、研究テーマ設定

の適切性に加え、優れた論文や強い知財の創出（質及

び量）を評価指標とする。 
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（2）「橋渡し」研究前期における研究開発 

 将来の産業ニーズや技術動向等を予測し、企業から

の受託研究に結び付くよう研究テーマを設定し、研究

開発を実施するものとする。 

 「橋渡し」研究前期の評価に当たっては、研究テー

マ設定の適切性に加え、強い知財の創出（質及び量）

等を評価指標として設定するものとする。 

（3）「橋渡し」研究後期における研究開発 

 「橋渡し」研究後期においては、事業化に向けた企

業のコミットメントを最大限高める観点から、企業か

らの受託研究等の資金を獲得した研究開発を基本とす

るものとする。 

 「橋渡し」研究後期の評価に当たっては、産業界か

らの資金獲得額を評価指標として設定するものとする。 

（4）産総研技術移転ベンチャー支援の強化 

先端的な研究成果をスピーディーに社会に出してい

くため、産総研技術移転ベンチャーの創出・支援を進

めるものとする。評価に当たっては産総研技術移転ベ

ンチャーに対する民間からの出資額を評価指標として

設定するものとする。 

（5）技術的ポテンシャルを活かした指導助言等の実施 

 企業からの技術的な相談に対して、研究開発の実施

による対応のみならず、産総研の技術的なポテンシャ

ルを活かした指導助言等の実施についても、適切な対

価を得つつ積極的に推進するものとする。 

（6）マーケティング力の強化 

 橋渡し機能の強化に当たっては、①目的基礎研究を

行う際に、将来の産業や社会ニーズ、技術動向等を予

想して研究テーマを設定する、②「橋渡し」研究前期

を行う際に、企業からの受託に繋がるレベルまで行う

ことを目指して研究内容を設定する、③「橋渡し」研

究後期で橋渡し先を決定する際に、法人全体での企業

からの資金獲得額の目標達成に留意しつつ、事業化の

可能性も含め最も経済的効果の高い相手を見つけ出し

事業化に繋げる、④保有する技術について幅広い事業

において活用を進める、という4つの異なるフェーズ

でのマーケティング力を強化する必要がある。 

 これら4フェーズにおけるマーケティング力を強化

するためには、マーケティングの専門部署による取組

に加え、各研究者による企業との意見交換を通しての

取組、さらには、研究所や研究ユニットの幹部による

潜在的な顧客企業経営幹部との意見交換を通しての取

組が考えられるが、これらを重層的に組合せ、組織的

に、計画的な取組を推進するものとする。 

（7）大学や他の研究機関との連携強化 

 産総研が自ら生み出した技術シーズのみならず、大

学や他の研究機関（大学等）の基礎研究から生まれた

優れた技術シーズを汲み上げ、その「橋渡し」を進め

るべく、優秀な研究者が大学と公的研究機関等、複数

の機関と雇用契約関係を結び、どちらの機関において

も正式な職員として活躍できるクロスアポイントメン

ト制度の導入・活用や、大学等の研究室単位での産総

研への受け入れ、産総研の研究室の大学等への設置に

より、大学等との連携強化を図るものとする。 

 こうしたクロスアポイントメント制度の活用につい

ては、「橋渡し」機能の強化を図る観点に加え、高度

研究人材の流動性を高める観点から重要であることを

踏まえ、積極的な推進を図るものとする。 

（8）戦略的な知的財産マネジメント 

 「橋渡し」機能の強化に当たっては、研究開発によ

って得られた知的財産が死蔵されることがなく幅広く

活用され、新製品や新市場の創出に繋がっていくこと

が重要であり、戦略的な知的財産マネジメントが鍵を

握っている。 

 このため、まず優れた研究成果について、特許化す

るか営業秘密 とするかも含め、戦略的に取り扱うこ

ととし、いたずらに申請件数に拘ることなく、質と数

の双方に留意して、「強く広い」知財を取得するもの

とする。 

 また、積極的かつ幅広い活用を促進する観点から、

受託研究の成果も含め、原則として研究を実施した産

総研が知的財産権を所有し、委託元企業に対しては当

該企業の事業化分野における独占的実施権を付与する

ことを基本とする。なお、企業からの受託研究の成果

ではない共通基盤的な技術については非独占実施権を

付与するなどにより活用を図るものとする。 

 さらに、知的財産マネジメントや知的財産権を活用

した事業化に向けた体制整備等、戦略的なマネジメン

トの実現に向けた組織的な取組を行うものとする。 

（9）地域イノベーションの推進等 

① 地域イノベーションの推進 

 産総研のつくばセンター及び全国8カ所の地域セン

ターにおいて、公設試等と密接に連携し、地域におけ

る「橋渡し」を推進するものとする。特に、各都道府

県に所在する公設試に産総研の併任職員を配置するこ

となどにより、公設試と産総研の連携を強化し、橋渡

しを全国レベルで行う体制の整備を行うものとする。 

 また、第4期中長期目標期間の早期の段階で、地域

センターごとに「橋渡し」機能の進捗状況の把握・評

価を行った上で、別紙に掲げる重点的に推進するべき

具体の研究開発も踏まえつつ、橋渡し機能が発揮でき

ない地域センターについては、他地域からの人材の異

動と併せて地域の優れた技術シーズや人材を他機関か

ら補強することにより研究内容の強化を図るものとす

る。その上で、将来的に効果の発揮が期待されない研

究部門等を縮小若しくは廃止するものとする。 

② 福島再生可能エネルギー研究所の機能強化 

 平成26年4月に開所した福島再生可能エネルギー研

究所については、これまで国や福島県の震災復興の基

本方針に基づいて整備が行われてきたところ、エネル
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ギー産業・技術の拠点として福島の発展に貢献するた

め、再生可能エネルギー分野における世界最先端で、

世界に開かれた研究拠点を目指し、引き続き当該分野

に関する研究開発に注力するものとする。また、地元

企業が有する技術シーズ評価を通じた技術支援及び地

元大学等との連携による産業人材育成に取り組むこと

により、地元企業等への「橋渡し」を着実に実施する

とともに、全国レベルでの「橋渡し」を推進するもの

とする。さらに、発電効率の極めて高い太陽電池や世

界第3位の地熱ポテンシャル国であることを活かした

大規模地熱発電、再生可能エネルギーの変動を大幅緩

和するエネルギー貯蔵システム等の再生可能エネルギ

ーに関する世界最先端の研究開発・実証拠点を目指し

強化を図るものとする。強化に当たっては、東日本大

震災復興関連施策の動向等を踏まえつつ、それまでの

取組の成果を評価した上で、平成27年度中にその具

体的な強化内容を明らかとし、残りの中長期目標期間

において取り組むものとする。 

（10）世界的な産学官連携拠点の形成 

 世界的な競争が激しく、大規模な投資が不可欠とな

る最先端の設備環境下での研究が重要な戦略分野につ

いては、国内の産学官の知を糾合し、事業化への「橋

渡し」機能を有する世界的な産学官連携拠点の形成を、

産総研を中核として進め、国全体として効果的かつ効

率的な研究開発を推進するものとする。 

 特に、オープンイノベーションに繋がる研究開発の

推進拠点である TIA については、融合領域における

取組や産業界への橋渡し機能の強化等により、一層の

強化を図るものとする。 

（11）「橋渡し」機能強化を念頭に置いた研究領域・研

究者の評価基準の導入 

 「橋渡し」研究では事業化に向けた企業のコミット

メント獲得が重要であることから、「橋渡し」研究を

担う研究領域の評価を産総研内で行う場合には、産業

界からの資金獲得の増加目標の達成状況を最重視して

評価し、資金獲得金額や受託件数によって、研究資金

の配分を厚くするなどのインセンティブを付けるもの

とする。但し、公的研究機関としてのバランスや長期

的な研究開発の実施を確保する観点から、インセンテ

ィブが付与される産業界からの資金獲得金額や受託件

数に一定の限度を設けることも必要である。また、具

体的な評価方法を定めるにあたっては、一般に一社当

たりの資金獲得金額は小さい一方、事業化に関しては

大企業以上に積極的である中堅・中小企業からの受託

研究等の取り扱いや、研究分野毎の特性に対する考慮

などを勘案した評価方法とすることが必要である。 

 他方、研究領域内の各研究者の評価については、目

的基礎研究や「橋渡し」研究前期で革新的な技術シー

ズの創出やその磨き上げに取組む研究者と、「橋渡

し」研究後期で個別企業との緊密な関係の下で研究開

発に従事する研究者がおり、研究段階によっては論文

や特許が出せない場合もあること等を踏まえる必要が

ある。このため、目的基礎研究は優れた論文や強い知

財の創出（質及び量）、「橋渡し」研究前期は強い知

財の創出（質及び量）等、「橋渡し」研究後期は産業

界からの資金獲得を基本として評価を行うなど、各研

究者が意欲的に取り組めるよう、各研究者の携わる研

究段階・研究特性を踏まえて適切な評価軸の設定等を

通じてインセンティブ付与を行い、結果として、研究

領域全体として効果的な「橋渡し」が継続的に実施さ

れるよう努めるものとする。 

 

2．地質調査、計量標準等の知的基盤の整備 

我が国の経済活動の知的基盤である地質調査や計量標

準等は、資源確保に資する探査・情報提供や産業立地に

際しての地質情報の提供、より正確な計測基盤を産業活

動に提供する等の重要な役割を担っており、我が国にお

ける当該分野の責任機関として、これらの整備と高度化

を通じて我が国の産業基盤を引き続き強化するものとす

る。 

その際、他の研究機関等との連携も積極的に図るとと

もに、国の知的基盤整備計画に基づいて知的基盤の整備

を進め、その取組状況等を評価する。その評価に当たっ

ては、PDCA サイクル等の方法について、中長期計画

に記載するものとする。 

こうした業務への貢献を産総研内で評価する場合には、

「橋渡し」とは異なる評価をしていくことが必要かつ重

要であり、各ミッションに鑑み、最適な評価基準を適用

するものとする。 

【目標】 

国の知的基盤整備計画に基づき知的基盤の整備を進め

る。 

【重要度：高】【優先度：高】【難易度：中】 

地質情報や計量標準等の知的基盤は、国民生活・社会

経済活動を支える重要かつ不可欠な基盤であり、産総研

は我が国における責任機関として知的基盤整備計画に基

づく着実な取組が求められているため。 

 

3．業務横断的な取組 

（1）研究人材の拡充、流動化、育成 

 上記1．及び2．に掲げる事項を実現するとともに、

技術経営力の強化に資する人材の養成を図るため、以

下の取り組みにより、研究人材の拡充と流動化、育成

に努めるものとする。 

 第一に、橋渡し研究の実施はもとより、目的基礎研

究の強化の観点からも、優秀かつ多様な若手研究者の

確保・活用は極めて重要であり、クロスアポイント制

度や大学院生等を研究者として雇用するリサーチアシ

スタント（RA）制度の積極的かつ効果的な活用を図

ることとする。また、現在、新規研究者採用において
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は、原則として任期付研究員として採用し、一定の研

究経験の後に、いわゆるテニュア審査を経て定年制研

究員とするとの運用がなされているが、採用制度の検

討・見直しを行い、優秀かつ多様な若手研究者の一層

の確保・活用に向けた仕組みの構築を進めるものとす

る。 

 さらに、産総研における研究活動の活性化に資する

だけでなく、民間企業等への人材供給を目指し、実践

的な博士人材等の育成に積極的に取組むものとする。

具体的には、産総研イノベーションスクールの実施や

リサーチアシスタント（RA）制度の積極活用等を通

して、産業界が関与するプロジェクト等の実践的な研

究開発現場を経験させるとともに、事業化に係る人材

育成プログラムなどを活用することによって、イノベ

ーションマインドを有する実践的で高度な博士研究人

材等の育成を進めるものとする。 

 第二に、特に、「橋渡し」機能の強化に向けたマー

ケティング機能強化に当たっては、内部人材の育成に

加え、企業等外部人材を積極的に登用するものとする。 

 第三に、「橋渡し」研究能力やマーケティング能力

を有する職員の重要性が増大する中、こうした職員の

将来のキャリアパス構築も重要であり、優れた「橋渡

し」研究能力やマーケティング能力を有する職員につ

いては、60歳を超えても大学教員になる場合と比べ

遜色なく、その能力と役割を正当に評価した上で処遇

を確保する人事制度等の環境整備を進めるものとする。 

 第四に、ワーク・ライフ・バランスを推進し、男女

がともに育児や家事負担と研究を両立するための具体

的な方策、女性の登用目標や必要に応じた託児施設等

の整備等を含む具体的なプログラムの策定等を行い、

女性のロールモデルの確立と活用を飛躍的に増大させ

るための環境整備に取組むものとする。 

 

（2）組織の見直し 

 上記に掲げる事項を実現するため、本部組織と各研

究領域等との役割・責任関係のあり方も含め、現在の

組織・制度をゼロベースで見直し、目的基礎研究から

実用化までの「橋渡し」を円滑かつ切れ目無く実施す

るため、研究領域を中心とした最適な研究組織を構築

する。 

 「橋渡し」機能を強化するには、中核となる研究者

を中心に、チームとして取り組む体制づくりも重要で

あり、支援体制の拡充を図るとともに的確なマネジメ

ントが発揮できる環境を整備するものとする。 

 また、産学官連携や知財管理等に係るイノベーショ

ン推進本部等の本部組織についても、研究領域との適

切な分担をし、産総研全体として「橋渡し」機能の強

化に適した体制に見直すこととする。「橋渡し」の一

環で実施する産学官連携等については、産業界のニー

ズ把握と大学等の有する技術シーズの分析を行い、そ

れらのマッチングにより課題解決方策の検討と研究推

進組織に対して、研究計画の設計まで関与できる専門

人材を強化するものとする。 

（3）特定法人として特に体制整備等を進めるべき事項 

① 法人の長のマネジメントの裁量の確保・尊重 

法人の長が国内外の諸情勢を踏まえて法人全体の見

地から迅速かつ柔軟に運営・管理することが可能な体

制を確保するものとする。 

② 世界最高水準の研究開発等を実施するための体制の

強化 

〇 国際的に卓越した能力を有する人材を確保・育成

するための体制 

優れた若手、女性、外国人研究者を積極的に登用

し、世界最高水準で挑戦的な研究開発を担う体制を

整備するものとする。 

〇 研究者が研究開発等の実施に注力するための体制 

研究者の研究上の定型作業、施設・整備の維持管

理、各種事務作業に係る負担を軽減し、研究に専念

できる環境を確保するための体制を整えるものとす

る。 

〇 国内外機関との産学官連携・協力の体制や企画力

の強化 

世界最高水準の研究開発成果の創出、成果の「橋

渡し」の実現に向け、大学、産業界及び海外の研究

開発機関等との連携・協力を推進するものとする。

また、外部との連携や技術マーケティング等にも総

合的に取り組むための企画・立案機能の強化等を図

るものとする。 

〇 国際標準化活動を積極的に推進するための体制 

技術的知見が活用できるテーマであり、かつ、戦

略的に重要な研究開発テーマや産業横断的なテーマ

について、民間企業等と連携して国際標準化活動を

推進するための体制を整備するものとする。 

③ 適正な研究開発等の実施を確保するための体制の充

実 

国民の負託を受けて信頼ある研究開発を実施してい

くために、国の指針等を踏まえ、適切な法令遵守・リ

スク管理体制を適切に構築し、その実施状況について

適切な方法により社会に発信するものとする。 

 

Ⅳ．業務運営の改善及び効率化に関する事項 

1．研究施設の効果的な整備と効率的な運営 

我が国のオープンイノベーションを推進する観点、さ

らには「橋渡し」機能の強化を図る観点から、産学官が

一体となって研究開発を行うための施設や仕組み等を含

め戦略的に整備・構築するとともに、それら施設等の最

大限の活用を推進するものとする。 

 

2．PDCA サイクルの徹底 

各事業については厳格な評価を行い、不断の業務改善
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を行うものとする。評価に当たっては、外部の専門家・

有識者を活用するなど適切な体制を構築するものとする。

また、評価結果をその後の事業改善にフィードバックす

るなど、PDCA サイクルを徹底するものとする。 

 

3．適切な調達の実施 

調達案件については、主務大臣や契約監視委員会によ

るチェックの下、一般競争入札を原則としつつも、随意

契約できる事由を会計規程等において明確化し、公正

性・透明性を確保しつつ、合理的な調達を実施するもの

とする。 

 

4．業務の電子化に関する事項 

 電子化の促進等により事務手続きの簡素化・迅速化を

図るとともに、利便性の向上に努めることとする。また、

幅広い ICT 需要に対応できる産総研内情報ネットワー

クの充実を図ることとする。情報システム、重要情報へ

の不正アクセスに対する十分な強度を確保するとともに、

震災等の災害時への対策を確実に行うことにより、業務

の安全性、信頼性を確保することとする。 

 

5．業務の効率化 

運営費交付金を充当して行う事業は、新規に追加され

るもの、拡充分等は除外した上で、一般管理費（人件費

を除く。）及び業務経費（人件費を除く。）の合計につ

いて前年度比1.36 %以上の効率化を図るものとする。

ただし、平成27年度及び平成28年度においては、平成

27年4月に定めた業務の効率化「一般管理費は毎年度

3 %以上を削減し、業務費は毎年度1 %以上を削減する

ものとする。」に基づく。 

なお、人件費の効率化については、政府の方針に従い、

必要な措置を講じるものとする。給与水準については、

ラスパレイス指数、役員報酬、給与規定、俸給表及び総

人件費を公表するとともに、国民に対する説明責任を果

たすこととする。 

 

Ⅴ．財務内容の改善に関する事項 

運営費交付金を充当して行う事業については、本中長

期目標で定めた事項に配慮した中長期計画の予算を作成

し、効率的に運営するものとし、各年度期末における運

営費交付金債務に関し、その発生要因等を厳格に分析し、

減少に向けた努力を行うこととする。また、保有する資

産については、有効活用を推進するとともに、不断の見

直しを行い保有する必要がなくなったものについては廃

止等を行う。 

さらに、適正な調達・資産管理を確保するための取組

を推進することとし、「平成25年度決算報告」（平成

26年11月7日会計検査院）の指摘を踏まえた見直しを行

うほか、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」

（平成25年12月24日閣議決定）等既往の閣議決定等に

示された政府方針に基づく取組について、着実に実施す

るものとする。特に、「独立行政法人改革等に関する基

本的な方針」において、「法人の増収意欲を増加させる

ため、自己収入の増加が見込まれる場合には、運営費交

付金の要求時に、自己収入の増加見込額を充てて行う新

規業務の経費を見込んで要求できるものとし、これによ

り、当該経費に充てる額を運営費交付金の要求額の算定

に当たり減額しないこととする。」とされていることを

踏まえ、本中長期目標の考え方に従って、民間企業等か

らの外部資金の獲得を積極的に行う。 

 

Ⅵ．その他業務運営に関する重要事項 

上記のほか、産総研の運営を一層効果的かつ効率的に

するとともに、適切な運営の確保に向けた見直しとして、

以下等の取組を行うものとする。 

 

1．広報業務の強化 

産総研の研究成果の効率的な「橋渡し」を行うために

も、産総研の主要なパートナーである産業界に対して、

活動内容や研究成果等の「見える化」を的確に図ること

が重要であり、広報業務の強化に向けた取組を行うもの

とする。また、「橋渡し」のための技術シーズの発掘や

産学官の連携強化等の観点からも、大企業、中小企業、

大学・研究機関、一般国民等の様々なセクターに対して

産総研の一層の｢見える化｣につながる取組を強化するも

のとする。 

 

2．業務運営全般の適正性確保及びコンプライアンスの

推進 

産総研が、その力を十分発揮し、ミッションを遂行す

るに当たっては、調達・資産管理、研究情報管理、労務

管理、安全管理などを含む業務全般や公正な研究の実施

について、その適正性が常に確保されることも必要かつ

重要である。このため、研究者中心の組織において業務

が適正に執行されるよう、業務執行ルールの不断の見直

しに加え、当該ルールの周知徹底、事務職員による研究

者への支援・チェックの充実、包括的な内部監査等を効

率的・効果的に実施するものとする。 

また、コンプライアンスは、産総研の社会的な信頼性

の維持・向上、研究開発業務等の円滑な実施の観点から

継続的に確保されていくことが不可欠であり、昨今その

重要性が急速に高まっている。こうした背景やこれまで

の反省点等も踏まえ、コンプライアンス本部長たる理事

長の指揮の下、予算執行及び研究不正防止を含む産総研

における業務全般の一層の適正性確保に向け、厳正かつ

着実にコンプライアンス業務を推進するものとする。 

さらに、「橋渡し」機能を抜本的に強化していくに当

たっても、適切な理由もなく特定企業に過度に傾注・依

存することは避ける必要がある。このため、国内で事業

化する可能性が最も高い企業をパートナーとして判断で
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きるような適切なプロセスを内部に構築するとともに、

コンプライアンス遵守に向けた体制整備等、ガバナンス

の強化を図るものとする。 

 

3．情報セキュリティ対策等の徹底による研究情報の保

護 

 これまでと同様に電子化による業務効率化を推進する

こととするが、「サイバーセキュリティ戦略について」

（平成27年9月4日閣議決定）を踏まえ、研究情報等の

重要情報を保護する観点から、外部の専門家の知見を活

用しつつ、情報セキュリティの確保のための対策を徹底

するものとする。また、営業秘密の特定及び管理を徹底

するものとする。 

 

4．内部統制に係る体制の整備 

 内部統制については、法人の長によるマネジメントを

強化するための有効な手段の一つであることから、「独

立行政法人の業務の適性を確保するための体制等の整

備」（平成26年11月28日付け総務省行政管理局長通

知）等に通知した事項を参考にしつつ、必要な取組を推

進するものとする。 

 

5．情報公開の推進等 

 適正な業務運営及び国民からの信頼を確保するため、

適切かつ積極的に情報の公開を行うとともに、個人情報

の適切な保護を図る取組を推進するものとする。具体的

には、「独立行政法人等の保有する情報の公開に関する

法律」（平成13年12月5日法律第140号）及び「個人情報

の保護に関する法律」（平成15年5月30日法律第57号）

に基づき、適切に対応するとともに、職員への周知徹底

を行うものとする。              

 

（別紙1）第4期中長期目標期間において重点的に推進

するべき具体の研究開発の方針 

 

【エネルギー・環境領域】 

○新エネルギーの導入を促進する技術の開発 

 太陽光についてはコスト低減と信頼性向上を実現する

とともに、複合化や新概念に基づく革新太陽電池の創出

を図るものとする。また、再生可能エネルギー大量導入

のためのエネルギーネットワーク技術、さらには大規模

地熱利用技術等にも取り組むものとする。 

 

○エネルギーを高密度で貯蔵する技術の開発 

 再生可能エネルギー等を効率良く水素等の化学エネル

ギー源に変換し貯蔵・利用する技術を開発すると共に、

電源の多様化にむけた車載用、住宅用、産業用の蓄電技

術を開発するものとする。 

 

○エネルギーを効率的に変換・利用する技術の開発 

 省エネルギー社会を実現するために、ワイドギャップ

半導体パワーエレクトロニクス技術、熱エネルギーの利

用技術、自動車用エンジンの高効率燃焼技術等を開発す

るものとする。 

 

○エネルギー資源を有効活用する技術の開発 

 メタンハイドレート等のエネルギー資源の有効利用に

かかわる技術を開発するものとする。 

 

○環境リスクを評価・低減する技術の開発 

 産業と環境が共生する社会の実現に向けて、ナノ材料

等の環境リスクを分析、評価する技術、レアメタル等の

資源循環を進める技術並びに、産業保安を確保するため

の技術を開発するものとする。 

 

【生命工学領域】 

○創薬基盤技術の開発 

 創薬のリードタイムを短縮するために、古典的新薬探

索から脱却し、短時間に低コストで成功率の高い創薬プ

ロセスを実現する創薬最適化技術、ゲノム情報解析技術、

バイオマーカーによる疾病の定量評価技術などの新しい

創薬の基盤となる技術を開発するものとする。 

 

○医療基盤・ヘルスケア技術の開発 

 豊かで健康なライフスタイル実現のために、再生医療

等の基盤となる細胞操作技術と幹細胞の標準化を行うも

のとする。また、健康状態を簡便に評価できる技術の開

発を行うとともに、生体適合性の高い医療材料や医療機

器の研究開発を行うものとする。 

 

○生物機能活用による医薬原材料等の物質生産技術の開

発 

 遺伝子組換え技術を用いて微生物や植物の物質生産機

能を高度化し、医薬原材料等の有用物質を効率的に生産

する技術を開発するものとする。 

 

【情報・人間工学領域】 

○ビッグデータから価値を創造する人工知能技術の開発 

 ビッグデータの分析・試験・評価による知的なサービ

ス設計等を支援するため、脳のモデルに基づく人工知能

技術や人工知能の活用を促進するプラットフォーム技術

など、人工知能が効率良く新たな価値を共創する技術を

開発するものとする。 

 

○産業や社会システムの高度化に資するサイバーフィジ

カルシステム技術の開発 

 ひと、もの、サービスから得られる情報を融合し、産

業や社会システムの高度化に資するサイバーフィジカル

システムを実現する統合クラウド技術や軽量でスケーラ

ブルなセキュリティ技術、そこから得られるデータをサ
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ービスの価値に繋げる技術などを開発するものとする。 

 

○快適で安全な社会生活を実現する人間計測評価技術の

開発 

 人間の生理・認知・運動機能などのヒューマンファク

ターを明らかにし、安全で快適な社会生活を実現するた

め、自動車運転状態をはじめとする人間活動の測定評価

技術を開発するものとする。また、人間の運動や感覚機

能を向上させる訓練技術の研究開発を行うものとする。 

 

○産業と生活に革命的変革を実現するロボット技術の開

発 

 介護サービス、屋内外の移動支援サービス、製造業な

ど様々な産業においてロボットによるイノベーションの

実現をめざし、人間共存型産業用等のロボットや評価基

準・評価技術などの関連技術を開発するものとする。ま

た、環境変化に強く自律的な作業を実現するロボット中

核基盤技術を開発するものとする。 

 

【材料・化学領域】 

○グリーンサステイナブルケミストリーの推進 

 再生可能資源等を用いて、高効率かつ低環境負荷で、

各種の基礎及び機能性化学品を製造し、高度利用するた

めの基盤技術を確立するものとする。また、空気を新た

な資源として利用可能な触媒技術の開発にも取り組むも

のとする。 

 

○化学プロセスイノベーションの推進 

 各種の基礎及び機能性化学品等の製造プロセスの高効

率化・省エネルギー化を実現するための化学プロセス技

術を開発するものとする。また、高温・高圧等の特異な

反応場を積極的に利活用し、精密な制御が可能な新しい

化学プロセス技術を開発するものとする。 

 

○ナノカーボンをはじめとするナノ材料の開発とその応

用技術の開発 

 ナノカーボン高効率合成およびナノカーボン複合材料

製造技術等、ナノ材料のナノ構造精密制御技術や複合化

技術、及び先端計測技術を開発するものとする。また、

材料・デバイス開発促進のために、高度な計測技術、理

論・計算シミュレーションを利用した材料開発を行うも

のとする。 

 

○新たなものづくり技術を牽引する無機機能材料の開発 

 無機系新素材の創製とスケールアップ製造技術及び部

材化技術を開発し、資源制約の少ない元素だけを使った

高耐熱磁石等の、耐環境性および信頼性に優れた各種の

産業部材を提供するものとする。 

 

○省エネルギー社会構築に貢献する先進構造材料と部材

の開発 

 省エネルギー社会構築を目指し、軽量構造材料などの

設計やプロセス技術の開発によって、輸送機器の軽量化

に資する構造部材、ならびに広い温度領域を想定し、各

温度領域に適した熱制御部材を開発するものとする。 

 

【エレクトロニクス・製造領域】 

○情報通信システムの高性能化および超低消費電力化技

術の開発 

 情報データの処理量や通信量の増加に対応するため、

省電力で高性能な IT 機器を実現する情報処理・記憶デ

バイス技術とその集積化技術、あるいはフォトニクス関

連技術等を開発するものとする。更なる高性能化に向け

たポストスケーリング集積化技術の確立や新しい情報処

理技術の創出を目指すものとする。 

 

○もののインターネット化に対応する製造およびセンシ

ング技術の開発 

 社会インフラや生産設備の維持管理を効率化・高度化

させるために、あるいは安全な社会生活を実現するため

に、新たなセンシング技術、センサネットワーク技術、

収集データ利用技術などを開発するものとする。 

 

○ものづくりにおける産業競争力強化のための設計・製

造技術の開発 

 産業や社会の多様なニーズに対応した製品を省エネ、

省資源、低コストで製造するために、設計マネジメント

技術、印刷デバイス技術、ミニマルファブ技術、複合加

工技術などを開発するものとする。製品の更なる高付加

価値化を目指し、高機能フレキシブル電子材料等の新材

料、機能発現形成型技術等を開発するものとする。 

 

○多様な産業用部材に適用可能な表面機能付与技術の開

発 

 パワーモジュール、燃料電池、構造材料等、種々の産

業用部材、基材に対し自在なコーティングを可能とする

ために、コーティング技術を高度化するものとする。 

 

【地質調査総合センター】 

○地質調査のナショナルセンターとしての地質情報の整

備 

 我が国の知的基盤整備計画に基づいて、国土およびそ

の周辺海域の地質図、地球科学基本図のための地質調査

を系統的に実施し、地質情報を整備するものとする。 

 

○レジリエントな社会基盤の構築に資する地質の評価 

 国および地域の防災等の施策策定に役立てるために、

地震・火山活動および長期地質変動に関する調査と解明

を行い、地質災害リスクの予測精度向上のための技術を

開発するものとする。 
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○地圏の資源と環境に関する評価と技術の開発 

 国の資源エネルギー施策立案や産業の持続的発展に役

立てるために、地下資源のポテンシャル評価および地圏

環境の利用と保全のための調査を行い、そのための技術

を開発するものとする。 

 

○地質情報の管理と社会利用促進 

 国土の適切な利用と保全などを目指して、地質情報や

地質標本を体系的に管理するとともに、効果的に成果を

発信することにより、地質情報の社会利用を促進するも

のとする。 

 

【計量標準総合センター】 

○計量標準の整備と利活用促進 

 知的基盤整備計画に基づき、物理標準と標準物質の整

備を行うとともに、計量標準の利活用を促進するため、

計量標準トレーサビリティシステムの高度化を進めるも

のとする。さらに、単位の定義改訂に対応するなどの次

世代計量標準の開発を推進するものとする。 

 

 

 

○法定計量業務の実施と人材の育成 

 計量法の適切な執行のため、特定計量器の基準器検査、

型式承認試験等の試験検査・承認業務を着実に実施する

とともに、計量教習などにより人材育成に取り組むもの

とする。さらに、新しい技術に基づく計量器の規格策定

等にも積極的な貢献を図るものとする。 

 

○計量標準の普及活動 

 中小企業なども計量標準の利活用ができるよう環境を

整備し、情報提供や相談などにより計量標準の普及に取

り組むものとする。また、計量標準の管理・供給、国際

計量標準と工業標準への貢献及び計量標準供給制度への

技術支援を行うものとする。 

 

○計量標準に関連した計測技術の開発 

 計量標準に関連した計測・分析・解析手法及び計測機

器、分析装置の開発、高度化を行うものとする。また、

計量に係るデータベースの整備、高度化に取り組むもの

とする。 
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（別紙 2）国立研究開発法人産業技術総合研究所における評価軸 

 研究領域等 評価軸 関連する評価指標、モニタリング指標 

橋渡し」機

能の強化 

エネルギ

ー・環境領

域 

○革新的技術シーズを事業化につ

なげる橋渡し研究が実施できて

いるか。 

 

 

 

 

 

（目的基礎研究） 

○将来の橋渡しの基となる革新的

な技術シーズを生み出す目的基

礎研究に取り組んでいるか。 

 

 

 

（「橋渡し」研究前期） 

○民間企業との受託研究等に結び

つく研究開発に取り組んでいる

か。 

 

 

 

（「橋渡し」研究後期） 

○民間企業のコミットメントを最

大限高めて研究開発に取り組ん

でいるか。 

・民間からの資金獲得額（評価指標） 

・大企業と中堅・中小企業の研究契約件数の比率

（モニタリング指標） 

・技術的指導助言等の取組状況（モニタリング指

標） 

・マーケティングの取組状況（モニタリング指標）

・研究人材の育成等の取組状況（モニタリング指

標） 

・国際標準化活動の取組状況（モニタリング指標）

 

（目的基礎研究） 

・テーマ設定の適切性（モニタリング指標） 

・具体的な研究開発成果（評価指標） 

・論文の合計被引用数（評価指標） 

・論文数（モニタリング指標） 

・大学や他の研究機関との連携状況（モニタリング

指標） 等 

 

（「橋渡し」研究前期） 

・テーマ設定の適切性（モニタリング指標） 

・具体的な研究開発成果（評価指標） 

・知的財産創出の質的量的状況（評価指標） 

・戦略的な知的財産マネジメントの取組状況（モニ

タリング指標） 等 

 

（「橋渡し」研究後期） 

・民間からの資金獲得額（評価指標）【再掲】 

・具体的な研究開発成果（評価指標） 等 

生命工学領

域 

情報・人間

工学領域 

材料・化学

領域 

エレクトロ

ニクス・製

造領域 

地質調査総

合センター 

計量標準総

合センター 

（その他本

部機能等） 

○戦略的な知的財産マネジメント

に取り組んでいるか。 

○公設試等と密接に連携し、地域

における「橋渡し」機能の強化

に取り組んでいるか。 

○世界的な産学官連携拠点の形成

及び活用がなされているか。 

○優秀かつ多様な研究者の確保が

図られているか。 

〇産総研技術移転ベンチャーへの

支援強化が図られているか。 

・戦略的な知的財産マネジメントの取組状況（モニ

タリング指標） 

 
・公設試等との連携の取組状況（モニタリング指

標） 
 

 

 

・産学官連携拠点の形成の取組状況（モニタリング

指標） 
 

 

・採用及び処遇等に係る人事制度の整備状況（モニ

タリング指標） 

・民間からの出資額（評価指標） 等 

 

地質調査、

計量標準等

の知的基盤

の整備 

地質調査総

合センター 

○国の知的基盤整備計画に基づい

て着実に知的基盤の整備に取り

組んでいるか。 

・地質図・地球科学図等の整備状況（評価指標） 

・地質情報の普及活動の取組状況（モニタリング指

標） 

計量標準総

合センター 

○国の知的基盤整備計画に基づい

て着実に知的基盤の整備に取り

組んでいるか。 

○計量法に係る業務を着実に実施

しているか。 

・計量標準及び標準物質の整備状況（評価指標） 

・計量標準の普及活動の取組状況（モニタリング指

標） 

 

 

・計量法に係る業務の実施状況（評価指標） 
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業務横断的な取組 

○技術経営力の強化に資する人材

の養成に取り組んでいるか。 

※この他の事項については、

「「橋渡し」機能の強化」にお

いて評価を実施するものとす

る。 

・産総研イノベーションスクール及びリサーチアシ

スタント制度の活用等による人材育成人数（評価

指標） 
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4．中長期計画、年度計画 

【第4期中長期計画】 

 国立研究開発法人産業技術総合研究所（以下、「産総

研」という。）は、平成13年4月の発足以来、基礎的研

究の成果を「製品化」に繋ぐ役割を担い、基礎的研究か

ら実用化研究まで一体的かつ連続的に取り組んできた。

同時に、研究分野や研究拠点の枠にとらわれることなく

全産総研の視点から人材、施設・設備、予算等の研究資

源を最適化し、社会的・政策的課題に応じて研究実施体

制を見直すなど、イノベーション創出と業務の効率化を

進めてきた。結果として、産総研の技術シーズに基づい

た社会インパクトのあるいくつかの実用化事例も創出し

てきているが、数多くの革新的技術シーズを事業化にま

でつなげるため、更なる強化を図る必要がある。 

 現下の産業技術・イノベーションを巡る状況を見ると、

これまで我が国企業は世界最高水準の品質の製品を製

造・販売することで世界をリードしてきたが、近年、大

企業においても基礎研究から応用研究・開発、事業化の

全てを自前で対応することは一層難しくなってきている。

さらに技術の複雑化、高度化、短サイクル化が加わるな

ど、産業技術・イノベーションを取り巻く世界的潮流は

大きく変化している。他方で、我が国にはまだ事業化に

至っていない優れた技術シーズが数多くある。イノベー

ションは、技術シーズが企業や研究機関など様々な主体

の取り組みにより、事業化に「橋渡し」されることで、

初めて生み出されるものである。その意味で、革新的な

技術シーズを迅速に事業化につなげていくための「橋渡

し」機能の強化によるイノベーション・ナショナルシス

テムの構築が、我が国の産業競争力を決定づける非常に

重要な要素となっている。 

 こうした中、我が国としても「橋渡し」機能の抜本的

強化が必要との認識の下、経済産業省の産業構造審議会 

産業技術環境分科会 研究開発・評価小委員会の「中間

とりまとめ」（平成26年6月）において我が国のイノベ

ーションシステム構築に向けての提言がなされ、「日本

再興戦略」改訂2014（平成26年6月24日）及び「科学技

術イノベーション総合戦略2014」（平成26年6月24日）

においては、産総研及び新エネルギー・産業技術総合開

発機構（NEDO）において「橋渡し」機能強化に先行

的に取り組み、これらの先行的な取り組みについて、適

切に進捗状況の把握・評価を行い、その結果を受け、

「橋渡し」機能を担うべき他の研究開発法人に対し、対

象分野や各機関等の業務の特性等を踏まえ展開すること

とされている。 

 加えて、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（平成

26年12月27日閣議決定）においては、地域イノベーシ

ョンの推進に向けて、公設試験研究機関（公設試）と産

総研の連携による全国レベルでの「橋渡し」機能の強化

を行うこと等を通じて中堅・中小企業が先端技術活用に

よる製品や生産方法の革新等を実現する仕組みを構築す

ることとされている。 

 また、地質情報や計量標準等の知的基盤は、国民生

活・社会経済活動を支える重要かつ不可欠な基盤であり、

国の公共財として国民生活の安全・安心の確保やイノベ

ーション促進、中堅・中小企業のものづくり基盤等、国

民生活や社会経済活動を幅広く支えており、社会資本と

同様に国の責務として整備すべきソフトインフラである。 

 中でも地質情報については、東日本大震災以降レジリ

エントな防災・減災機能の強化の必要性が高まる中、そ

の重要性が再認識されているところである。また、計量

標準については、イノベーション創出の基盤であり、昨

今の高度化する利用者ニーズへの対応を図ることが求め

られている。 

 さらに、産総研は、「特定国立研究開発法人による研

究開発等の促進に関する特別措置法」（平成28年法律第

43号）により、平成28年10月1日から特定国立研究開発

法人（以下「特定法人」という。）に指定されることと

なった。このため、特定法人として、同法の目的である

「世界最高水準の研究開発の成果の創出並びにその普及

及び活用の促進を図り、もって国民経済の発展及び国民

生活の向上に寄与する」ことが期待されており、具体的

には、同法に基づき策定された「基本方針」により、以

下を基本的な方向とする取り組み等を特定法人として進

めることが求められている。 

・国家戦略に基づき世界最高水準の研究成果を創出、普

及及び活用の促進、国家的課題の解決を先導 

・我が国全体のイノベーションシステムを強力に牽引す

る中核機関として、産学官の人材、知、資金等の結集

する場の形成を先導 

・制度改革等に先駆的に取り組み、他の国立研究開発法

人をはじめとする研究機関等への波及・展開を先導 

・法人の長の明確な責任の下、迅速、柔軟かつ主体的・

自律的なマネジメントの確保 

 こうしたイノベーションを巡る世界的潮流や国家戦略

等を踏まえ、産総研の平成27年度から平成31年度まで

の新たな中長期目標期間においては、以下の通り取り組

む。 

 第一に、産業技術政策の中核的実施機関として、革新

的な技術シーズを事業化に繋ぐ「橋渡し」の役割を果た

すことを目指す。このため、技術シーズを目的に応じて

骨太にする「橋渡し」研究前期及び実用化や社会での活

用のための「橋渡し」研究後期に取り組むとともに、

「橋渡し」研究の中で必要となった基礎研究及び将来の

「橋渡し」の芽を産み出す基礎研究を目的基礎研究とし

て推進する。この「橋渡し」については、これまでの産

総研における取り組み方法の変革が求められること、我

が国のイノベーションシステムの帰趨にも影響を与えう

ること、所内でも多くのリソースを投入し取り組むこと

が不可欠であることから、最重要の経営課題と位置づけ

て取り組む。また、地域イノベーションの推進に向けて、



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(1059) 

公設試等とも連携し、全国レベルでの「橋渡し」を行う

ものとする。さらに、産総研が長期的に「橋渡し」の役

割を果たしていくため、将来の橋渡しの基となる革新的

な技術シーズを生み出す目的基礎研究にも取り組む。 

第二に、地質調査及び計量標準に関する我が国における

責任機関として、今時の多様な利用者ニーズに応えるべ

く、当該分野における知的基盤の整備と高度化を国の知

的基盤整備計画に沿って実施する。また、新規技術の性

能・安全性の評価技術や標準化等、民間の技術開発を補

完する基盤的な研究開発等を実施する。 

 第三に、これらのミッションの達成に当たって、新た

な人事制度の導入と積極的な活用等を通じて研究人材の

拡充と流動化、育成に努めるとともに、技術経営力の強

化に資する人材の養成を図る。 

 

Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に

関する事項 

 第4期中長期目標期間においては、研究開発の成果の

最大化その他の業務の質の向上のため、以下のとおり、

「橋渡し」機能の強化及び地質調査、計量標準等の知的

基盤の整備を推進するとともに、これらの実現のため業

務横断的に研究人材の拡充、流動化、育成及び組織の見

直しに取り組む。 

 特に研究組織に関しては、①融合的研究を促進し、産

業界が将来を見据えて産総研に期待する研究ニーズに応

えられるよう、また、②産業界が自らの事業との関係で

産総研の研究内容を分かり易くし、活用につながるよう、

次の7つの領域を設ける。領域の下には研究ユニット

（研究部門および研究センター）を配置し、研究開発等

の業務は各研究ユニットにおいて実施する。 

 また、産総研の強み等も踏まえ、同期間に重点的に推

進する研究開発等は、別表１に掲げるとおりとするとと

もに、領域を一定の事業等のまとまりと捉え、評価を実

施する。（評価軸や評価指標については本文中項目ごと

に記載） 

 

（1）エネルギー・環境領域 

 エネルギー・環境問題の解決に欠かせない技術を提

供することを目指し、新エネルギーの導入を促進する

技術、エネルギーを高密度で貯蔵する技術、エネルギ

ーを効率的に変換・利用する技術、エネルギー資源を

有効活用する技術、及び環境リスクを評価・低減する

技術を開発する。 

 

（2）生命工学領域 

 健康長寿社会を実現するための技術を創出すること

を目指し、創薬基盤技術、医療基盤・ヘルスケア技術、

及び生物機能活用による医薬原材料等の物質生産技術

を開発する。 

 

（3）情報・人間工学領域 

 産業競争力の強化と豊かで快適な社会の実現に繋が

る人間に配慮した情報技術を提供することを目指し、

情報技術の研究と人間工学の研究を統合し、ビッグデ

ータから価値を創造する人工知能技術、産業や社会シ

ステムの高度化に資するサイバーフィジカルシステム

技術、快適で安全な社会生活を実現する人間計測評価

技術、産業と生活に革命的変革を実現するロボット技

術を開発する。 

 

（4）材料・化学領域 

 最終製品の競争力の源となる革新的部材・素材を提

供することを目指し、材料の研究と化学の研究を統合

し、グリーンサステイナブルケミストリーの推進及び

化学プロセスイノベーションの推進に取り組むととも

に、ナノカーボンをはじめとするナノ材料の開発とそ

の応用技術、新たなものづくり技術を牽引する無機機

能材料、及び省エネルギー社会構築に貢献する先進構

造材料と部材を開発する。 

 

（5）エレクトロニクス・製造領域 

 世界をリードする電子・光デバイス技術と革新的な

製造技術を創出することを目指し、エレクトロニクス

の研究と製造技術の研究を統合し、情報通信システム

の高性能化および超低消費電力化技術、もののインタ

ーネット化に対応する製造およびセンシング技術、も

のづくりにおける産業競争力強化のための設計・製造

技術、及び多様な産業用部材に適用可能な表面機能付

与技術を開発する。 

 

（6）地質調査総合センター 

 地質調査のナショナルセンターとしての地質情報の

整備、レジリエントな社会基盤の構築に資する地質の

評価、地圏の資源と環境に関する評価と技術の開発、

及び地質情報の管理と社会利用促進を行う。 

 

（7）計量標準総合センター 

 計量標準の整備と利活用促進、法定計量業務の実施

と人材の育成、計量標準の普及活動、及び計量標準に

関連した計測技術の開発を行う。 

 

1．「橋渡し」機能の強化  

 「橋渡し」機能については、将来の産業ニーズを踏ま

えた目的基礎研究を通じて革新的な技術シーズを次々と

生みだし、これを磨き上げ、さらに橋渡し先として最適

な企業と連携して、コミットメントを得た上で共に研究

開発を進めて事業化にまで繋げることが求められるもの

であり、当該機能は、広範な産業技術の各分野に関して

深い専門的知見と基礎研究から製品化に至る幅広いリソ

ース、産業界をはじめとした関係者との広範なネットワ
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ーク、さらに大規模な先端設備等を有する我が国を代表

する総合的な国立研究開発法人である産総研が、我が国

の中核機関となって果たすべき役割である。 

 産総研は、これまでも、基礎研究段階の技術シーズを

民間企業等による事業化が可能な段階にまで発展させる

「橋渡し」の役割を、様々な分野で行ってきたところで

あるが、第4期中長期目標期間中にこの「橋渡し」機能

を抜本的に強化することを促すため、同目標期間の終了

時（平成32年3月）までに、受託研究収入等に伴う民間

資金獲得額を、現行の3倍以上とすることを目標として

掲げ、以下の取り組みを行う。なお、当該目標の達成に

当たっては、大企業と中堅・中小企業の件数の比率に配

慮する。 

 民間からの資金獲得目標の達成に向けては、年度計画

に各領域の目標として設定するとともに、目標達成度を

領域への予算配分額に反映させること等を通じて産総研

全体として目標を達成するための PDCA サイクルを働

かせる。さらに、領域においては、領域長の下で目的基

礎研究、「橋渡し」研究前期、「橋渡し」研究後期、及び

マーケティングを一体的かつ連続的に行うことで目標達

成に向けた最適化を図る。 

 

【目標】 

 本目標期間の終了時（平成32年3月）までに、民間企

業からの資金獲得額として、受託研究収入等を、現行

（46億円／年）の3倍（138億円／年）以上とすること、

及び、産総研が認定した産総研技術移転ベンチャーに対

する民間からの出資額を、現行（3億円／年）の3倍（9

億円／年）以上とすることを最も重要な目標とする。 

【重要度：高】【優先度：高】 

 本目標期間における最重要の経営課題である「橋渡

し」に係るものであり、また、我が国のイノベーション

システムの帰趨にも影響を与えうるものであるため。 

【難易度：高】 

 マーケティング力の強化、大学や他の研究機関との連

携強化、戦略的な知的財産マネジメント等を図ることが

必要であり、これまでの産総研における取り組み方法の

変革が求められるため。 

 併せて、一定金額規模以上の橋渡し研究を企業と実施

した案件については、正確な事実を把握し、PDCA サ

イクルの推進を図るため、その後の事業化の状況（件数

等）の把握を行う。 

 

（1）「橋渡し」につながる基礎研究（目的基礎研究） 

 「橋渡し」機能を持続的に発揮するには、革新的な

技術シーズを継続的に創出することが重要である。こ

のための目的基礎研究について、将来の産業ニーズや

内外の研究動向を的確に踏まえ、産総研が優先的に取

り組むべきものとなっているかを十分精査して研究テ

ーマを設定した上で、外部からの技術シーズの取り込

みや外部人材の活用等も図りつつ、積極的に取り組む。

また、従来から行ってきた研究テーマについては、こ

れまで世界トップレベルの成果を生み出したかという

観点から分析・検証して世界トップレベルを担う研究

分野に特化する。 

 これにより、将来の「橋渡し」研究に繋がる革新的

な技術シーズを創出するとともに、特定法人の目指す

世界トップレベルの研究機関としての機能の強化を図

る。 

 目的基礎研究の評価においては、将来の橋渡しの基

となる革新的な技術シーズを生み出しているかを評価

軸とし、具体的な研究開発成果及び論文の合計被引用

数を評価指標とする。さらに、研究テーマ設定の適切

性、論文発表数及び大学や他研究機関との連携状況を

評価の際のモニタリング指標として用いる。また、知

的財産創出の質的量的状況も考慮する。 

 

（2）「橋渡し」研究前期における研究開発 

 将来の産業ニーズや技術動向を予測し、企業からの

受託研究に結び付くよう研究テーマを設定し、必要な

場合には国際連携も行いつつ、国家プロジェクト等の

外部資金も活用して研究開発を実施する。 

 「橋渡し」研究前期の評価においては、民間企業か

らの受託研究等に将来結びつく研究開発に取り組んで

いるかを評価軸とし、具体的な研究開発成果及び知的

財産創出の質的量的状況を評価指標とする。さらに、

テーマ設定の適切性及び戦略的な知的財産マネジメン

トの取り組み状況等を評価の際のモニタリング指標と

して用いる。 

 

（3）「橋渡し」研究後期における研究開発 

 「橋渡し」研究後期においては、事業化に向けた企

業のコミットメントを最大限高める観点から、企業か

らの受託研究等の資金を獲得した研究開発を基本とす

る。 

 産総研全体の目標として前述の通り民間資金獲得額

138億円／年以上を掲げる。「橋渡し」研究後期の評

価においては、民間企業のコミットメントを最大限に

高めて研究開発に取り組んでいるかを評価軸とし、民

間資金獲得額及び具体的な研究開発成果を評価指標と

する。さらに、戦略的な知的財産マネジメントの取り

組み状況を評価の際のモニタリング指標として用いる。 

 

（4）産総研技術移転ベンチャー支援の強化 

先端的な研究成果をスピーディーに社会に出してい

くため、産総研技術移転ベンチャーの創出・支援を進

める。評価に当たっては産総研技術移転ベンチャーに

対する民間からの出資額を評価指標とする。 

 

（5）技術的ポテンシャルを活かした指導助言等の実施 
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 企業からの技術的な相談に対して、研究開発の実施

による対応のみならず、産総研の技術的なポテンシャ

ルを活かした指導助言等の実施についても、適切な対

価を得つつ積極的に推進する。具体的には、受託研究

等に加えて、産総研が有する技術の強みを活かした指

導助言等を実施する制度を拡充し、技術面からのコン

サルティングを通じて適切な対価を得つつ民間企業へ

の「橋渡し」を支援する。これにより、研究開発から

事業化に至るまで切れ目のない連続的な技術支援に資

する「橋渡し」機能の一層の強化を目指す。評価に当

たっては、コンサルティングが産総研の「橋渡し」機

能の一部として重要な役割が期待されることから、得

られた収入は評価指標である民間資金獲得額の一部と

して取り扱う。 

 

（6）マーケティング力の強化 

 橋渡し機能の強化に当たっては、①目的基礎研究を

行う際に、将来の産業や社会ニーズ、技術動向等を予

想して研究テーマを設定する、②「橋渡し」研究前期

を行う際に、企業からの受託に繋がるレベルまで行う

ことを目指して研究内容を設定する、③「橋渡し」研

究後期で橋渡し先を決定する際に、法人全体での企業

からの資金獲得額の目標達成に留意しつつ、事業化の

可能性も含め最も経済的効果の高い相手を見つけ出し

事業化に繋げる、④保有する技術について幅広い事業

において活用を進める、という4つの異なるフェーズ

でのマーケティング力を強化する必要がある。 

 これら4フェーズにおけるマーケティング力を強化

するためには、マーケティングの専門部署による取り

組みに加え、各研究者による企業との意見交換を通し

ての取り組み、さらには、研究所や研究ユニットの幹

部による潜在的な顧客企業経営幹部との意見交換を通

しての取り組みが考えられるが、これらを重層的に組

合せ、組織的に、計画的な取り組みを推進する。すな

わち、マーケティングの中核たる研究ユニットの研究

職員は、上記①～④を念頭に置き、学会活動、各種委

員会活動、展示会等あらゆる機会を捉えて技術動向、

産業動向、企業ニーズ、社会ニーズ等の情報を収集し、

普段から自分自身の研究をどのように進めれば事業化

に繋がるかを考えつつ研究活動を行う。さらに、マー

ケティングを担う専門人材（イノベーションコーディ

ネータ）と連携したチームを構成し、企業との意見交

換等を通じて、民間企業の個別ニーズ、世界的な技術

動向や地域の産業動向などを踏まえた潜在ニーズ等の

把握に取り組む。収集したマーケティング情報は各領

域がとりまとめ、領域の研究戦略に反映する。また、

領域や地域センターを跨ぐ横断的なマーケティング活

動を行う専門部署を設置し、マーケティング情報を領

域間で共有する。さらに、マーケティング情報に基づ

き、領域をまたぐ研究課題に関する研究戦略や連携戦

略の方向性に反映する仕組みを構築する。加えて、産

総研と民間企業の経営幹部間の意見交換を通じたマー

ケティングも行い、研究戦略の立案に役立てるととと

もに、包括的な契約締結等への展開を図る。 

 なお、イノベーションコーディネータは研究職員の

マーケティング活動に協力して、民間企業のニーズと

産総研のポテンシャルのマッチングによる共同プロジ

ェクトの企画、調整を行い、民間資金による研究開発

事業の大型化を担う者として位置づける。マッチング

の成功率を上げるため、研究ユニットや領域といった

研究推進組織内へのイノベーションコーディネータの

配置を進めるとともに、それぞれが担当する民間企業

を定めて相手からの信頼を高める。イノベーションコ

ーディネータに要求される資質として、民間企業、外

部研究機関等の多様なステークホルダーに対応できる

経験や、人的ネットワークなどを有することが求めら

れることから、内部人材の育成に加え、外部人材を積

極的に登用して、その専門性に適した人材の強化を図

る。 

 

（7）大学や他の研究機関との連携強化 

 産総研が自ら生み出した技術シーズのみならず、大

学や他の研究機関（大学等）の基礎研究から生まれた

優れた技術シーズを汲み上げ、その「橋渡し」を進め

る。これまで大学や他の研究機関との共同研究や兼業

等の制度を用いて連携に取り組んできたが、さらに平

成26年度に導入したクロスアポイントメント制度等

も積極的に活用し、基礎研究、応用研究・開発、実証、

事業化といった各段階において他の機関に所属する優

秀な人材を取り込んで最大限に活用する。これにより、

組織間の連携推進を実効的に進めるとともに、多様な

連携の方策から最適な仕組みを選びつつ推進する。こ

れに加えて大学等との連携強化を図るため、大学等の

研究室単位での産総研への受け入れ、産総研の研究室

の大学内もしくは隣接地域等へする「オープンイノベ

ーションアリーナ（OIA）」を平成28年度からの5年

間で10拠点形成することを目指し、本目標期間中に

積極的に形成に取り組む。 

 クロスアポイントメント制度の活用については、

「橋渡し」機能の強化を図る観点に加え、高度研究人

材の流動性を高める観点から重要であることを踏まえ、

積極的な推進を図る。 

 

（8）戦略的な知的財産マネジメント 

 「橋渡し」機能の強化に当たっては、研究開発によ

って得られた知的財産が死蔵されることがなく幅広く

活用され、新製品や新市場の創出に繋がっていくこと

が重要であり、戦略的な知的財産マネジメントが鍵を

握っている。 

 このため、まず優れた研究成果について、特許化す
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るか営業秘密とするかも含め、戦略的に取り扱うこと

とし、いたずらに申請件数に拘ることなく、質と数の

双方に留意して、「強く広い」知財を取得する。 

 また、積極的かつ幅広い活用を促進する観点から、

受託研究の成果も含め、原則として研究を実施した産

総研が知的財産権を所有し、委託元企業に対しては当

該企業の事業化分野における独占的実施権を付与する

ことを基本とする。具体的には、民間企業等のニーズ

を踏まえて民間企業が活用したい革新的技術や産業技

術基盤に資する技術を創出するために、マーケティン

グにより把握した産業動向や技術動向に加えて特許動

向などの知的財産情報を活用し、オープン＆クローズ

戦略に基づいた研究の実施と研究成果の戦略的な権利

化を進める。なお、企業からの受託研究の成果ではな

い共通基盤的な技術については非独占的な知的財産権

の実施許諾や国際標準への組み込みによる成果普及を

目指す等、知的財産の戦略的活用を図る。 

 さらに、これらの取り組みのため、知的財産や標準

化の知見と研究開発に関する知見の双方を有するパテ

ントオフィサーを、領域およびイノベーション推進本

部に配置し、知的財産活用化に向けた体制の強化を図

る。パテントオフィサーは、知的財産情報の分析支援

や、それに基づく領域の知的財産戦略の策定に取り組

む。また、パテントオフィサーを中心とした会議体を

設置し、知的財産の創出、活用、並びに技術移転を連

続的・一体的にマネジメントすることにより、民間企

業への「橋渡し」の最大化を目指す。 

 

（9）地域イノベーションの推進等 

① 地域イノベーションの推進 

 産総研のつくばセンター及び全国8カ所の地域セン

ターにおいて、公設試等と密接に連携し、地域におけ

る「橋渡し」を推進する。特に、各都道府県に所在す

る公設試に産総研の併任職員を配置することなどによ

り、公設試と産総研の連携を強化し、橋渡しを全国レ

ベルで行う体制の整備を行う。具体的には、産総研職

員による公設試への出向、公設試職員へのイノベーシ

ョンコーディネータの委嘱等の人事交流を活かした技

術協力を推進し、所在地域にこだわることなく関係す

る技術シーズを有した研究ユニットと連携して、地域

中堅・中小企業への「橋渡し」等を行う。加えて、公

設試の協力の下、産総研の技術ポテンシャルとネット

ワークを活かした研修等を実施し、地域を活性化する

ために必要な人材の育成に取り組む。 

 さらに、第4期中長期目標期間の早期の段階で、地

域センターごとに「橋渡し」機能の進捗状況の把握・

評価を行った上で、橋渡し機能が発揮できない地域セ

ンターについては、他地域からの人材の異動と併せて

地域の優れた技術シーズや人材を他機関から補強する

ことにより研究内容の強化を図る。その上で、将来的

に効果の発揮が期待されない研究部門等を縮小若しく

は廃止する。 

 

② 福島再生可能エネルギー研究所の機能強化 

 平成26年4月に開所した福島再生可能エネルギー研

究所については、これまで国や福島県の震災復興の基

本方針に基づいて整備が行われてきたところ、エネル

ギー産業・技術の拠点として福島の発展に貢献するた

め、再生可能エネルギー分野における世界最先端で、

世界に開かれた研究拠点を目指し、引き続き、当該分

野に関する研究開発に注力する。また、地元企業が有

する技術シーズ評価を通じた技術支援及び地元大学等

との連携による産業人材育成に取り組むことにより、

地元企業等への「橋渡し」を着実に実施するとともに、

全国レベルでの「橋渡し」を推進する。さらに、発電

効率の極めて高い太陽電池や世界第3位の地熱ポテン

シャル国であることを活かした大規模地熱発電、再生

可能エネルギーの変動を大幅緩和するエネルギー貯蔵

システム等の再生可能エネルギーに関する世界最先端

の研究開発・実証拠点を目指し強化を図る。強化に当

たっては、東日本大震災復興関連施策の動向等を踏ま

えつつ、それまでの取り組みの成果を評価した上で、

平成27年度中にその具体的な強化内容を明らかとし、

残りの中長期目標期間において取り組む。 

 

（10）世界的な産学官連携拠点の形成 

 世界的な競争が激しく、大規模な投資が不可欠とな

る最先端の設備環境下での研究が重要な戦略分野につ

いては、国内の産学官の知を糾合し、事業化への「橋

渡し」機能を有する世界的な産学官連携拠点の形成を、

産総研を中核として進め、国全体として効果的かつ効

率的な研究開発を推進する。 

 特に、オープンイノベーションに繋がる研究開発の

推進拠点である TIA については、融合領域における

取り組み、産業界への橋渡し機能の強化等により、一

層の強化を図る。具体的には、①TIA でこれまでに

作った技術シーズの「橋渡し」、②新たな次世代技術

シーズの創生、③オープンイノベーション推進のため

のプラットフォーム機能の強化に取り組む。このため、

他の TIA 中核機関（物質・材料研究機構、筑波大学、

高エネルギー加速器研究機構）や大学等と連携して、

材料研究からシステム開発に至る総合的なナノテクノ

ロジー研究開発プラットフォームを整備して、これを

外部ユーザーにワンストップで提供し、拠点の利便性

を向上させる。また、拠点運営機能にマーケティング

機能を付加し、拠点を活用する産学官連携プロジェク

トや事業化開発を企画提案することにより、研究分野

間・異業種間の融合を促進してイノベーションシステ

ムを駆動させる。さらに、上記のプラットフォームを

活用する人材育成の仕組みを強化し、これを国内外に
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提供して国際的な人材流動の拠点を目指す。 

 

（11）「橋渡し」機能強化を念頭に置いた領域・研究者

の評価基準の導入 

 「橋渡し」研究では事業化に向けた企業のコミット

メント獲得が重要であることから、「橋渡し」研究を

担う領域の評価を産総研内で行う場合には、産業界か

らの資金獲得の増加目標の達成状況を最重視して評価

し、資金獲得金額や受託件数によって、研究資金の配

分を厚くするなどのインセンティブを付ける。但し、

公的研究機関としてのバランスや長期的な研究開発の

実施を確保する観点から、インセンティブが付与され

る産業界からの資金獲得金額や受託件数に一定の限度

を設ける。また、具体的な評価方法を定めるにあたっ

ては、一般に一社当たりの資金獲得金額は小さい一方、

事業化に関しては大企業以上に積極的である中堅・中

小企業からの受託研究等の取り扱いや、研究分野毎の

特性に対する考慮などを勘案した評価方法とする。 

 他方、領域内の各研究者の評価については、目的基

礎研究や「橋渡し」研究前期で革新的な技術シーズの

創出やその磨き上げに取り組む研究者と、「橋渡し」

研究後期で個別企業との緊密な関係の下で研究開発に

従事する研究者がおり、研究段階によっては論文や特

許が出せない場合もあること等を踏まえる必要がある。

このため、目的基礎研究は優れた論文や強い知財の創

出（質及び量）、「橋渡し」研究前期は強い知財の創出

（質及び量）等、「橋渡し」研究後期は産業界からの

資金獲得を基本として評価を行うなど、各研究者が研

究開発に必要な多様な業務に意欲的に取り組めるよう、

研究職員の個人評価においては各研究者の携わる研究

段階・研究特性を踏まえて適切な評価軸を設定して行

う。こうした評価の結果に対しては研究職員の人事や

業績手当への反映等の適正なインセンティブ付与を行

い、結果として、研究職員が互いに連携し、領域全体

として効果的な「橋渡し」が継続的に実施されるよう

努める。さらに、個人の業績に加えて、研究ユニット、

研究グループ等に対する支援業務、他の研究職員への

協力等の貢献、マーケティングに関わる貢献も重視す

る。こうして領域全体として効果的な「橋渡し」が継

続的に実施されるように取り組む。 

 

（12）追加的に措置された交付金 

 平成27年度補正予算（第1号）により追加的に措置

された交付金については、「一億総活躍社会の実現に

向けて緊急に実施すべき対策」の生産性改革の実現及

び「総合的な TPP 関連政策大綱」のイノベーション

等による生産性向上促進のために措置されたことを認

識し、IoT 等先端技術の研究開発環境整備事業のため

に活用する。 

平成28年度補正予算（第2号）により追加的に措置

された交付金については、「未来への投資を実現する

経済対策」の21世紀型のインフラ整備のために措置

されたことを認識し、人工知能に関するグローバル研

究拠点整備事業のために活用する。 

 

2．地質調査、計量標準等の知的基盤の整備 

 我が国の経済活動の知的基盤である地質調査や計量標

準等は、資源確保に資する探査・情報提供や産業立地に

際しての地質情報の提供、より正確な計測基盤を産業活

動に提供する等の重要な役割を担っており、我が国にお

ける当該分野の責任機関として、これらの整備と高度化

を通じて我が国の産業基盤を引き続き強化する。その際、

他の研究機関等との連携も積極的に図るとともに、国の

知的基盤整備計画に基づいて知的基盤の整備を進め、そ

の取り組み状況等を評価する。こうした業務への貢献を

産総研内で評価する場合には、「橋渡し」とは異なる評

価をしていくことが必要かつ重要であり、各ミッション

に鑑み、最適な評価基準を適用する。知的基盤整備の評

価においては、国の知的基盤整備計画に基づいて着実に

知的基盤の整備に取り組んでいるか、及び計量法に関わ

る業務を着実に実施しているかを評価軸とし、地質図・

地球科学図等の整備状況、計量標準及び標準物質の整備

状況、及び計量法に係る業務の実施状況を指標とする。

さらに、地質情報の普及活動の取り組み状況、計量標準

の普及活動の取り組み状況を評価の際のモニタリング指

標として用いる。さらに、国が主導して平成26年度か

ら毎年定期的に行うことになった知的基盤整備計画の見

直しとも連動し、PDCA サイクルを働かせる。 

 

【目標】 

 国の知的基盤整備計画に基づき知的基盤の整備を進め

る。 

【重要度：高】【優先度：高】【難易度：中】 

 地質情報や計量標準等の知的基盤は、国民生活・社会

経済活動を支える重要かつ不可欠な基盤であり、産総研

は我が国における責任機関として知的基盤整備計画に基

づく着実な取り組みが求められているため。 

 

3．業務横断的な取り組み 

（1）研究人材の拡充、流動化、育成 

 上記1．及び2．に掲げる事項を実現するとともに、

技術経営力の強化に資する人材の養成を図るため、以

下の取り組みにより、研究人材の拡充と流動化、育成

に努める。 

 第一に、橋渡し研究の実施はもとより、目的基礎研

究の強化の観点からも、優秀かつ多様な若手研究者の

確保・活用は極めて重要であり、クロスアポイント制

度や大学院生等を研究者として雇用するリサーチアシ

スタント制度の積極的かつ効果的な活用を図る。また、

現在、新規研究者採用においては、原則として任期付
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研究員として採用し、一定の研究経験の後に、いわゆ

るテニュア審査を経て定年制研究員とするとの運用が

なされているが、採用制度の検討・見直しを行い、優

秀かつ多様な若手研究者の一層の確保・活用に向けた

仕組みの構築を進める。例えば産総研においてリサー

チアシスタントやポスドクを経験して既に高い評価を

得ている者、極めて優れた研究成果を既に有している

者、及び極めて高い研究能力を有すると判断できる者

については、テニュア化までの任期を短縮する、もし

くは直ちにテニュア職員として採用するなど、優秀な

若手研究者の確保・活用の観点から柔軟性を高めた採

用制度を検討し、平成27年秋の新入職員採用試験か

ら導入する。 

 また、研究者の育成においては、E ラーニングを含

む研修等により、研究者倫理、コンプライアンス、安

全管理などの基礎知識や、職責により求められるマネ

ジメントや人材育成の能力の取得、連携マネジメント

等の多様なキャリアパスの選択を支援する。 

 さらに、産総研における研究活動の活性化に資する

だけでなく、民間企業等への人材供給を目指し、実践

的な博士人材等の育成に積極的に取り組む。具体的に

は、産総研イノベーションスクールの実施やリサーチ

アシスタント制度の積極活用等を通して、産業界が関

与するプロジェクト等の実践的な研究開発現場を経験

させるとともに、事業化に係る人材育成プログラムな

どを活用することによって、イノベーションマインド

を有する実践的で高度な博士研究人材等の育成を進め

る。産総研イノベーションスクールにおいては、広い

視野とコミュニケーション能力を身につけるための講

義と演習、産総研での研究実践研修、民間企業インタ

ーンシップ等の人材育成を実施し、民間企業等にイノ

ベーティブな若手博士研究者等を輩出する。 

 第二に、特に、「橋渡し」機能の強化に向けたマー

ケティング機能強化に当たっては、内部人材の育成に

加え、企業等外部人材を積極的に登用する。 

 第三に、「橋渡し」研究能力やマーケティング能力

を有する職員の重要性が増大する中、こうした職員の

将来のキャリアパス構築も重要であり、優れた「橋渡

し」研究能力やマーケティング能力を有する職員につ

いては、60歳を超えても大学教員になる場合と比べ

遜色なく、その能力と役割を正当に評価した上で処遇

を確保する人事制度（報酬・給与制度を含む）等の環

境整備を進める。 

 第四に、ワーク・ライフ・バランスを推進し、男女

がともに育児や家事負担と研究を両立するための具体

的な方策、女性の登用目標や必要に応じた託児施設等

の整備、在宅勤務制度の試行的導入等を含む具体的な

プログラムの策定等を行い、女性のロールモデル確立

と活用を増大させるための環境整備・改善に継続的に

取り組む。 

（2）組織の見直し 

 上記に掲げる事項を実現するため、本部組織と各領

域等との役割・責任関係のあり方も含め、現在の組

織・制度をゼロベースで見直し、目的基礎研究から実

用化までの「橋渡し」を円滑かつ切れ目無く実施する。

具体的には、研究組織をⅠ．の冒頭に示した7領域に

再編したうえで各領域を統括する領域長には「1．

『橋渡し』機能の強化」を踏まえた目標を課すととも

に、人事、予算、研究テーマの設定等に関わる責任と

権限を与えることで領域長が主導する研究実施体制と

する。領域内には領域長の指揮の下で研究方針、民間

企業連携など運営全般に係る戦略を策定する組織を設

ける。戦略策定に必要なマーケティング情報を効果的

かつ効率的に収集・活用するため、この組織内にイノ

ベーションコーディネータを配置し、研究ユニットの

研究職員と協力して当該領域が関係する国内外の技術

動向、産業界の動向、民間企業ニーズ等の把握を行う。

領域の下に研究開発を実施する研究ユニットとして研

究部門及び研究センターを配置する。このうち研究セ

ンターは「橋渡し」研究後期推進の主軸となり得る研

究ユニットとして位置づけを明確にし、研究センター

長を中核として強力なリーダシップと的確なマネジメ

ントの下で研究ユニットや領域を超えて必要な人材を

結集し、チームとして「橋渡し」研究に取り組める制

度を整備する。また、研究センターにおいては、「橋

渡し」研究に加え、将来の「橋渡し」につながるポテ

ンシャルを有するものについては、目的基礎研究も実

施する。 

 また、産学官連携や知財管理等に係るイノベーショ

ン推進本部等の本部組織についても、領域との適切な

分担をし、産総研全体として「橋渡し」機能の強化に

適した体制に見直す。「橋渡し」の一環で実施する産

学官連携等については、産業界のニーズ把握と大学等

の有する技術シーズの分析を行い、それらのマッチン

グにより課題解決方策の検討と研究推進組織に対して、

研究計画の設計まで関与できる専門人材を強化するた

め、内部人材を育成するとともに、外部人材を積極的

に登用する。 

 さらに、機動的に融合領域の研究開発を推進するた

めの予算を本部組織が領域に一定程度配分できるよう

にするとともに、研究立案を行うために必要に応じて

本部組織にタスクフォースを設置できるようにする。 

 

（3）特定法人として特に体制整備等を進めるべき事項 

①理事長のマネジメントの裁量の確保・尊重 

 理事長が国内外の諸情勢を踏まえて産総研全体の見地

から迅速かつ柔軟に運営・管理することが可能な体制を

確保する。 

②世界最高水準の研究開発等を実施するための体制の強

化 
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・国際的に卓越した能力を有する人材を確保・育成する

ための体制 

特に世界的な競争の激しい研究領域を中心として、世

界最高水準で挑戦的な研究開発を実施するため、若手、

女性、外国人研究者を含む国内外の多様なトップ・新

進気鋭の研究者や優れた技術を集結させる体制を整備

する。 

・研究者が研究開発等の実施に注力するための体制 

研究者の研究上の定型作業、施設・整備の維持管理、

事務作業に係る負担を軽減するため、これらの作業の

効率化や改善を一層進めるとともに、研究者が研究に

専念できる環境を確保するための仕組みや体制を整え

る。 

・国内外機関との産学官連携・協力の体制や企画力の強

化 

世界最高水準の研究開発成果の創出、成果の「橋渡

し」の実現に向け、大学、産業界及び海外の研究開発

機関等との連携・協力を推進する。また、内部人材の

育成に加え、企業等外部人材を積極的に登用するなど、

外部との連携や技術マーケティング等にも総合的に取

り組むための企画・立案機能の強化等を図る。 

・国際標準化活動を積極的に推進するための体制 

技術的知見が活用できるテーマであり、かつ、戦略的

に重要な研究開発テーマや産業横断的なテーマについ

て、標準化を通して産業競争力を強化する「橋渡し」

役を担うべく、民間企業等と連携して国際標準化活動

を推進するための体制を整備する。 

③適正な研究開発等の実施を確保するための体制の充

実 

 国民の負託を受けて信頼ある研究開発を実施してい

くために、国の指針等を踏まえ、適切な法令遵守・リ

スク管理体制を適切に構築し、その実施状況について

適切な方法により社会に発信する。 

 

Ⅱ．業務運営の改善及び効率化に関する事項 

1．研究施設の効果的な整備と効率的な運営 

 我が国のオープンイノベーションを推進する観点、さ

らには「橋渡し」機能の強化を図る観点から、産学官が

一体となって研究開発を行うための施設や仕組み等を戦

略的に整備・構築するとともに、それら施設等の最大限

の活用を推進する。 

 

2．PDCA サイクルの徹底 

 各事業については厳格な評価を行い、不断の業務改善

を行う。評価に当たっては、外部の専門家・有識者を活

用するなど適切な体制を構築する。また、評価結果をそ

の後の事業改善にフィードバックするなど、PDCA サ

イクルを徹底する。 

 

3．適切な調達の実施 

 調達案件については、一般競争入札等（競争入札及び

企画競争・公募をいい、競争性のない随意契約は含まな

い。）について、真に競争性が確保されているか、主務

大臣や契約監視委員会によるチェックの下、契約の適正

化を推進する。「独立行政法人改革等に関する基本的な

方針」（平成25年12月24日閣議決定）を踏まえ、一般競

争入札を原則としつつも、研究開発型の法人としての特

性を踏まえ、契約の相手方が特定される場合など、随意

契約できる事由を会計規程等において明確化し、「調達

等合理化計画」に基づき公正性・透明性を確保しつつ合

理的な調達を実施する。 

 第3期から継続して契約審査体制のより一層の厳格化

を図るため、産総研外から採用する技術の専門家を契約

審査に関与させ、調達請求者が要求する仕様内容・調達

手段についての技術的妥当性を引き続き検討するととも

に、契約審査の対象範囲の拡大に向けた取り組みを行う。 

 

4．業務の電子化に関する事項 

 電子化の促進等により事務手続きの簡素化・迅速化を

図るとともに、利便性の向上に努める。また、幅広い

ICT 需要に対応できる産総研内情報ネットワークの充

実を図る。情報システム、重要情報への不正アクセスに

対する十分な強度を確保するとともに、震災等の災害時

への対策を確実に行うことにより、業務の安全性、信頼

性を確保する。 

 

5．業務の効率化 

 運営費交付金を充当して行う事業は、新規に追加され

るもの、拡充分等は除外した上で、一般管理費（人件費

を除く。）及び業務費（人件費を除く。）の合計について

は前年度比1.36 %以上の効率化を図るものとする。た

だし、平成27年度及び28年度においては、平成27年4月

作成における業務の効率化「一般管理費は毎年度3 %以

上を削減し、業務経費は毎年度1 %以上を削減するもの

とする。」に基づく。 

なお、人件費の効率化については、政府の方針に従い、

必要な措置を講じるものとする。給与水準については、

ラスパイレス指数、役員報酬、給与規程、俸給表及び総

人件費を公表するとともに、国民に対する説明責任を果

たすこととする。 

 

Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 

 運営費交付金を充当して行う事業については、本中長

期目標で定めた事項に配慮した中長期計画の予算を作成

し、効率的に運営するものとし、各年度期末における運

営費交付金債務に関し、その発生要因等を厳格に分析し、

翌年度の事業計画に反映させる。 

 目標と評価の単位である事業等のまとまりごとにセグ

メント区分を見直し、財務諸表にセグメント情報として

開示する。また、事業等のまとまりごとに予算計画及び
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執行実績を明らかにし、著しい乖離がある場合にはその

理由を決算書にて説明する。 

 保有する資産については有効活用を推進するとともに、

所定の手続きにより不用と判断したものについては、適

時適切に減損等の会計処理を行い財務諸表に反映させる。 

さらに、適正な調達・資産管理を確保するための取り組

みを推進することとし、「平成25年度決算検査報告」

（平成26年11月7日）会計検査院）の指摘を踏まえ、関

連規程の見直し、研究用備品等の管理の適正化を図るた

めに整備した制度・体制について、フォローアップを実

施するとともに、必要に応じて見直しを行う。 

 「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成

25年12月24日閣議決定）等既往の閣議決定等に示され

た政府方針に基づく取り組みについて、着実に実施する。

特に、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」に

おいて、「法人の増収意欲を増加させるため、自己収入

の増加が見込まれる場合には、運営費交付金の要求時に、

自己収入の増加見込額を充てて行う新規業務の経費を見

込んで要求できるものとし、これにより、当該経費に充

てる額を運営費交付金の要求額の算定に当たり減額しな

いこととする。」とされていることを踏まえ、経済産業

省から指示された第４期中長期目標の考え方に従って、

民間企業等からの外部資金の獲得を積極的に行う。 

 

１．予算（人件費の見積もりを含む）【別表２】 

（参考） 

［運営費交付金の算定ルール］ 

毎年度の運営費交付金（G（y））については、以下の数

式により決定する。 

G（y）（運営費交付金） 

＝｛(A（ｙ-1）－δ（y－1）)×α×β＋B（y-1）×

ε｝×γ＋δ（y）－C 

・G（y）は当該年度における運営費交付金額。 

・A（y-1）は直前の年度における運営費交付金対象事

業に係る経費（一般管理費相当分及び業務経費相当

分）※のうち人件費相当分以外の分。 

・B（y-1）は直前の年度における運営費交付金対象事

業に係る経費（一般管理費相当分及び業務経費相当

分）※のうち人件費相当分。 

 

・C は、当該年度における自己収入（受取利息等）見込

額。 

※運営費交付金対象事業に係る経費とは、運営費交付金

及び自己収入（受取利息等）によりまかなわれる事業

である。 

・α、β、γ、εについては、以下の諸点を勘案した上

で、各年度の予算編成過程において、当該年度におけ

る具体的な係数値を決定する。 

α（効率化係数）：毎年度、前年度比1.36％以上の効率

化を達成する。 

β（消費者物価指数）：前年度における実績値を使用す

る。 

γ（政策係数）：法人の研究進捗状況や財務状況、新た

な政策ニーズや技術シーズへの対応の必要性、経済産業

大臣による評価等を総合的に勘案し、具体的な伸び率を

決定する。 

・δ（y）については、新規施設の竣工に伴う移転、法

令改正に伴い必要となる措置、事故の発生等の事由に

より、特定の年度に一時的に発生する資金需要につい

て必要に応じ計上する。δ（y-1）は、直前の年度に

おけるδ（y）。 

・ε（人件費調整係数） 

 

2．収支計画【別表3】 

 

3．資金計画【別表4】 

 

Ⅳ．短期借入金の限度額 

（第4期：15,716,781,000円） 

想定される理由：年度当初における国からの運営費交付

金の受け入れが最大3ヶ月遅延した場合における産総研

職員への人件費の遅配及び産総研の事業費支払い遅延を

回避する。 

 

Ⅴ．不要財産となることが見込まれる財産の処分に関す

る計画 

関西センター尼崎支所の土地（兵庫県尼崎市、

16,936.45m2）及び建物について、国庫納付に向け土壌

汚染調査など所要の手続きを行う。 

 

Ⅵ．剰余金の使途 

剰余金が発生した時の使途は以下の通りとする。 

・重点的に実施すべき研究開発に係る経費 

・知的財産管理、技術移転に係る経費 

・職員の資質の向上に係る経費 

・広報に係る経費 

・事務手続きの一層の簡素化、迅速化を図るための電子

化の推進に係る経費 

・用地の取得に係る経費 

・施設の新営、増改築及び改修、廃止に係る経費 

・任期付職員の新規雇用に係る経費 等 

 

Ⅶ．その他業務運営に関する重要事項 

上記のほか、産総研の運営を一層効果的かつ効率的に

するとともに、適切な運営の確保に向けた見直しとして、

以下等の取り組みを行う。 

 

1．広報業務の強化 

 産総研の研究成果の効率的な「橋渡し」を行うために

も、産総研の主要なパートナーである産業界に対して、
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活動内容や研究成果等の「見える化」を的確に図ること

が重要であり、広報業務の強化に向けた取り組みを行う。

また、「橋渡し」のための技術シーズの発掘や産学官の

連携強化等の観点からも、大企業、中小企業、大学・研

究機関、一般国民等の様々なセクターに対して産総研の

一層の｢見える化｣につながる取り組みを強化する。 

 

2．業務運営全般の適正性確保及びコンプライアンスの

推進 

 産総研が、その力を十分発揮し、ミッションを遂行す

るに当たっては、調達・資産管理、研究情報管理、労務

管理、安全管理などを含む業務全般や公正な研究の実施

について、その適正性が常に確保されることも必要かつ

重要である。このため、研究者中心の組織において業務

が適正に執行されるよう、業務執行ルールの不断の見直

しに加え、当該ルールの周知徹底、事務職員による研究

者への支援・チェックの充実、包括的な内部監査等を効

率的・効果的に実施する。 

 また、コンプライアンスは、産総研の社会的な信頼性

の維持・向上、研究開発業務等の円滑な実施の観点から

継続的に確保されていくことが不可欠であり、昨今その

重要性が急速に高まっている。こうした背景やこれまで

の反省点等も踏まえ、コンプライアンス本部長たる理事

長の指揮の下、予算執行及び研究不正防止を含む産総研

における業務全般の一層の適正性確保に向け、厳正かつ

着実にコンプライアンス業務を推進する。 

 さらに、「橋渡し」機能を抜本的に強化していくに当

たっても、適切な理由もなく特定企業に過度に傾注・依

存することは避ける必要がある。このため、国内で事業

化する可能性が最も高い企業をパートナーとして判断で

きるような適切なプロセスを内部に構築する。 

 加えて、コンプライアンス遵守に向けた体制整備等、

ガバナンスの強化を図る。具体的には次の措置を講ずる

とともに、必要に応じて不断の見直しを行う。 

 業務執行については、調達・資産管理、委託研究、共

同研究、旅費に係るルールを平成26年度に厳格化した

ところ、毎年度、そのルールを全職員に対し周知徹底す

る。また、研究ユニットにおける事務手続に対応する支

援事務職員を配置する等のサポート体制を維持するとと

もに、毎年度、その執行状況をチェックする。 

 同時に、内部監査においても、テーマごとの監査に加

え、研究ユニットごとの包括的監査を実施する。 

 また、研究不正の防止のための研修を毎年度実施する

とともに、研究記録の作成、その定期的な確認及びその

保存を確実に行う。 

 

3．情報セキュリティ対策等の徹底による研究情報の保

護 

 これまでと同様に電子化による業務効率化を推進する

が、「サイバーセキュリティ戦略について」（平成27年9

月4日閣議決定）を踏まえ、研究情報等の重要情報を保

護する観点から、「政府機関の情報セキュリティ対策の

ための統一基準」に準拠した情報セキュリティ関連規程

類の改訂等を行うとともに、情報セキュリティ委員会に

外部の専門家を加えるほか、外部専門家に依頼してチェ

ックを行うなど、情報セキュリティ対策を一層強化する。

さらに、これに関わる研修やセルフチェックを通じて情

報セキュリティの確保のための対策を職員に徹底する。

また、営業秘密の特定及び管理を徹底する。 

 第4期の早期に情報セキュリティ規程等に基づき情報

セキュリティ対策を十分に施した信頼性と堅牢性の高い

情報システム基盤を構築し、維持・向上を図る。 

 

4．内部統制に係る体制の整備 

 内部統制については、法人の長によるマネジメントを

強化するための有効な手段の一つであることから、「独

立行政法人の業務の適正を確保するための体制等の整

備」（平成26年11月28日付け総務省行政管理局長通知）

等に通知した事項を参考にしつつ、内部統制に係る体制

の整備を進める。 

 

5．情報公開の推進等 

 適正な業務運営及び国民からの信頼を確保するため、

適切かつ積極的に情報の公開を行うとともに、個人情報

の適切な保護を図る取り組みを推進する。具体的には、

「独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律」

（平成13年12月5日法律第140号）及び「個人情報の保

護に関する法律」（平成15年5月30日法律第57号）に基

づき、適切に対応するとともに、職員への周知徹底を行

う。 

 

6．施設及び設備に関する計画 

 下表に基づき、施設及び設備の効率的かつ効果的な維

持・整備を行う。また、老朽化によって不要となった施

設等について、閉鎖・解体を計画的に進める。 

 エネルギー効率の高い機器を積極的に導入するととも

に、安全にも配慮して整備を進める。 

施設・設備の内容 予定額 財源 

・外壁・屋根改修 

・エレベーター改修 

・電力関連設備改修 

・給排水関連設備改修 

・空調関連設備改修 

・研究廃水処理施設改

修 

・その他の鉱工業の科

学技術に関する研究

及び開発、地質の調

査、計量の標準、技

術の指導、成果の普

及等の推進に必要な

施設・設備 

総額 
41,001百万円 
 

施設整備

費補助金
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（注）中長期目標期間を越える債務負担については、当

該債務負担行為の必要性及び資金計画への影響を勘案し、

合理的と判断されるものについて行う。 

 

7．人事に関する計画 

（参考1） 

期初の常勤役職員数     3,006人 

期末の常勤役職員数の見積もり：期初と同程度の範囲を

基本としながら、受託業務の規模や専門人材等の必要性

等に応じて増員する可能性がある。 

（参考2） 

第4期中長期目標期間中の人件費総額 

  中長期目標期間中の常勤役職員の人件費総額見込み 

：133,095百万円 

（受託業務の獲得状況に応じて増加する可能性があ

る。） 

ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員

諸手当、超過勤務手当、休職者給与及び国際機関派遣職

員給与に相当する範囲の費用である。 

 

8．積立金の処分に関する事項 

なし 

 

《別表1》 第4期中長期目標期間において重点的に推

進する研究開発等 

 

1．エネルギー・環境領域 

1‐（1）新エネルギーの導入を促進する技術の開発 

 太陽光についてはコスト低減と信頼性向上を実現する

とともに、複合化や新概念に基づく革新太陽電池の創出

を図る。また、再生可能エネルギー大量導入のためのエ

ネルギーネットワーク技術、さらには大規模地熱利用技

術等にも取り組む。今後のマーケティングにより変更さ

れる可能性はあるが、現時点では次の研究開発が見込ま

れる。 

・国内産業振興に向けて、Si、CIGS 等の太陽光発電シ

ステムにおける発電コスト低減と信頼性向上を達成す

る技術を開発する。また、スマートスタック等の先進

多接合技術や新概念による発電効率の極めて高い太陽

電池を創出し、国際競争力の向上に資する。 

・再生可能エネルギーの変動を大規模で緩和するための

大型パワーコンディショナーの制御技術やエネルギー

ネットワーク技術を開発する。また、深部超臨界水利

用ギガワット級地熱発電等の地熱・地中熱資源の利用

技術開発を行う。 

 

1‐（2）エネルギーを高密度で貯蔵する技術の開発 

 再生可能エネルギー等を効率良く水素等の化学エネル

ギー源に変換し貯蔵・利用する技術を開発すると共に、

電源の多様化にむけた車載用、住宅用、産業用の蓄電技

術を開発する。今後のマーケティングにより変更される

可能性はあるが、現時点では次の研究開発が見込まれる。 

・再生可能エネルギー等の長時間貯蔵や海外の未利用エ

ネルギーの輸送に資するエネルギー貯蔵・輸送技術と

して、メチルシクロヘキサン（MCH）、アンモニア、

ギ酸等の水素・エネルギーキャリア高効率利用技術を

開発する。また、化学エネルギーの有効利用のための

高効率燃料電池や液体燃料利用によるダイレクト燃料

電池技術を開発する。 

・次世代リチウムイオン電池のためのレアメタルフリー

の高性能材材料を開発すると共に、リチウムイオン電

池を越える硫化物電池や全固体型電池等の新概念蓄電

技術を開発し、国際競争力の向上に資する。 

 

1‐（3）エネルギーを効率的に変換・利用する技術の

開発 

 省エネルギー社会を実現するために、ワイドギャップ

半導体パワーエレクトロニクス技術、熱エネルギーの有

効利用技術、自動車用エンジンの高効率燃焼技術、高温

超電導コイル化技術等を開発する。今後のマーケティン

グにより変更される可能性はあるが、現時点では次の研

究開発が見込まれる。 

・先進的なパワーエレクトロニクス技術確立に向けて、

SiC のウェハ高機能化技術、デバイス技術／モジュー

ル化技術とその量産化技術等を開発する。また、パワ

ーエレクトロニクス産業の幅を広げる GaN、ダイヤ

モンドなどポスト SiC 半導体の材料基盤及びパワー

デバイス化技術等を開発する。 

・未利用熱を有効活用する高効率熱電変換等の排熱利用

技術、蓄熱、断熱、ヒートポンプ等を活用した熱マネ

ジメント技術を開発する。また、自動車産業に資する

クリーンディーゼル車向け高効率エンジン燃焼のため

の基盤技術を開発する。省エネルギー電力機器を実現

する、高温超電導コイルを開発する。 

 

1‐（4）エネルギー資源を有効活用する技術の開発 

 メタンハイドレート等のエネルギー資源の有効利用に

かかわる技術を開発する。今後のマーケティングにより

変更される可能性はあるが、現時点では次の研究開発が

見込まれる。 

・未利用エネルギー資源の開発・利用を目指して、メタ

ンハイドレート資源からの天然ガス商用生産に必要な

基盤技術や、流動層燃焼プロセスを基盤とする褐炭等

の低品位炭や非在来型資源等の環境調和型利用技術を

開発する。 

 

1‐（5）環境リスクを評価・低減する技術の開発 

 産業と環境が共生する社会の実現に向けて、ナノ材料

等の環境リスクを分析、評価する技術、レアメタル等の

資源循環を進める技術並びに、産業保安を確保するため
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の技術を開発する。今後のマーケティングにより変更さ

れる可能性はあるが、現時点では次の研究開発が見込ま

れる。 

・環境の変化を検出するための分析・モニタリング技術

を開発するとともに、環境負荷を低減するための水処

理監視・制御技術や都市鉱山技術によるレアメタルリ

サイクル等、資源循環等対策技術の開発を行う。 

・化学物質や材料、エネルギーを適切に利用するための

リスク評価・管理手法を開発するとともに、産業事故

の防止及び被害低減化に向けた技術開発を行う。 

 

２．生命工学領域 

2‐（1）創薬基盤技術の開発 

 創薬のリードタイムを短縮するために、古典的新薬探

索から脱却し、短時間に低コストで成功率の高い創薬プ

ロセスを実現する創薬最適化技術、ゲノム情報解析技術、

バイオマーカーによる疾病の定量評価技術などの新しい

創薬の基盤となる技術を開発する。さらに、創薬支援ネ

ットワークにおける技術支援にも取り組む。今後のマー

ケティングにより変更される可能性はあるが、現時点で

は次の研究開発が見込まれる。 

・産総研が優位性を有しているバイオと IT を統合した

医薬リード化合物最適化技術の高度化・高速化を進め、

新薬開発の加速および開発コストの低減に資する創薬

基盤技術を開発する。 

・産総研がもつ優れた糖鎖解析技術や天然物ライブラリ

ー等を用いた解析技術を応用して、疾患に特異的に反

応する分子標的薬の開発に資する基盤技術の開発を行

う。 

・生体分子の構造、機能を理解するとともに、得られた

知見を活用し、新しい創薬技術基盤、医療技術基盤を

開発する。 

 

2‐（2）医療基盤・ヘルスケア技術の開発 

 豊かで健康なライフスタイル実現のために、再生医療

等の基盤となる細胞操作技術と幹細胞の標準化を行う。

また、健康状態を簡便に評価できる技術の開発を行うと

ともに、生体適合性の高い医療材料や医療機器の研究開

発を行う。今後のマーケティングにより変更される可能

性はあるが、現時点では次の研究開発が見込まれる。 

・先進医療技術を確立するための基盤となる幹細胞等の

細胞操作技術と医療機器・システムの技術開発。さら

にガイドライン策定と標準化による幹細胞ならびに医

療機器等の実用化支援。 

・健康状態を簡便に評価する技術や感染症等の検知デバ

イスの開発を目指して、健康にかかわる分子マーカー

や細胞の計測技術、生理状態の計測技術、そのデバイ

ス化技術の研究開発を行う。 

 

2‐（3）生物機能活用による医薬原材料等の物質生産

技術の開発 

 遺伝子組換え技術を用いて微生物や植物の物質生産機

能を高度化し、医薬原材料等の有用物質を効率的に生産

する技術を開発する。今後のマーケティングにより変更

される可能性はあるが、現時点では次の研究開発が見込

まれる。 

・産総研が有する完全密閉型植物工場やロドコッカス属

細菌等を用いたバイオプロセスによる高効率な物質生

産技術の開発を進め、医薬原材料、有用タンパク質、

生物資材、新機能植物品種、化石燃料代替物質、化成

品原料などの有用物質の高効率生産技術開発を行う。 

 

3．情報・人間工学領域 

3‐（1）ビッグデータから価値を創造する人工知能技

術の開発 

 ビッグデータの分析・試験・評価による知的なサービ

ス設計等を支援するため、脳のモデルに基づく人工知能

技術や人工知能の活用を促進するプラットフォーム技術

など、人工知能が効率良く新たな価値を共創する技術を

開発する。今後のマーケティングにより変更される可能

性はあるが、現時点では次の研究開発が見込まれる。 

・大量のデータを解析し意味のある情報を引き出して利

活用する、ビッグデータを用いた人工知能の要素技術

に関する研究開発を行う。脳のモデルに基づく脳型人

工知能や静的データから得られる知識と動的に得られ

るデータを融合して学習・理解するデータ知識融合人

工知能などの基礎技術の研究を行う。 

・実世界のビッグデータを収集・蓄積・解析する要素技

術の研究を行うとともに、これらをシステム化して人

工知能プラットフォームを構築する技術の研究開発を

行う。 

 

3‐（2）産業や社会システムの高度化に資するサイバ

ーフィジカルシステム技術の開発 

 ひと、もの、サービスから得られる情報を融合し、産

業や社会システムの高度化に資するサイバーフィジカル

システムを実現する統合クラウド技術や軽量でスケーラ

ブルなセキュリティ技術、そこから得られるデータをサ

ービスの価値に繋げる技術などを開発する。今後のマー

ケティングにより変更される可能性はあるが、現時点で

は次の研究開発が見込まれる。 

・遍在するセンサやロボットなどのエッジデバイスをネ

ットワークして得られる生活や生産の膨大なデータや

情報の流通と処理を円滑にすることで、ひと、もの、

サービスから新たな価値を創造する統合クラウドを研

究開発する。 

・安心して利用できるサイバーフィジカルシステムを実

現するためのセキュリティ基盤として、ソフトウェア

工学や暗号技術を用いてシステムの品質と安全性を向

上する技術を研究開発する。 
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3‐（3）快適で安全な社会生活を実現する人間計測評

価技術の開発 

 人間の生理・認知・運動機能などのヒューマンファク

ターを明らかにし、安全で快適な社会生活を実現するた

め、自動車運転状態をはじめとする人間活動の測定評価

技術を開発する。また、人間の運動や感覚機能を向上さ

せる訓練技術の研究開発を行う。今後のマーケティング

により変更される可能性はあるが、現時点では次の研究

開発が見込まれる。 

・ひとの活動の基盤となる様々な状況の認識プロセスを、

ひとの感覚やこころの状態、ひとのからだの機能やそ

の状態として測定し、測定結果からひとのこころやか

らだの状態を評価する技術を開発する。 

・障がい者や高齢者などが、自らの残存機能を活かして

人や社会とのコミュニケーションを実現し、向上させ

るための機能訓練・機能支援技術の研究開発を行う。 

 

3‐（4）産業と生活に革命的変革を実現するロボット

技術の開発 

 介護サービス、屋内外の移動支援サービス、製造業な

ど様々な産業においてロボットによるイノベーションの

実現をめざし、人間共存型産業用等のロボットや評価基

準・評価技術などの関連技術を開発する。また、環境変

化に強く自律的な作業を実現するロボット中核基盤技術

を開発する。今後のマーケティングにより変更される可

能性はあるが、現時点では次の研究開発が見込まれる。 

・高齢者の機能と活動を向上させるため、高齢者の運

動・コミュニケーション機能を支援するロボット技術、

介護者を支援するロボット技術と生活機能モデルに基

づく介入効果の定量評価技術・高齢者支援ロボット技

術の基準作成等を行う。 

・ロボットの空間計測、動作計画、過酷環境移動などの

ロボットの基盤技術の研究と、生活支援ロボット等に

おける応用研究を行う。 

 

4．材料・化学領域 

4‐（1）グリーンサステイナブルケミストリーの推進 

 再生可能資源等を用いて、高効率かつ低環境負荷で、

各種の基礎及び機能性化学品を製造し、高度利用するた

めの基盤技術を確立する。また、空気を新たな資源とし

て利用可能な触媒技術の開発にも取り組む。今後のマー

ケティングにより変更される可能性はあるが、現時点で

は次の研究開発が見込まれる。 

・シェールガス等の非在来型資源や、バイオマス等の再

生可能資源から、高効率かつ低環境負荷で、各種の基

礎及び機能性化学品を製造するため、原料処理、微生

物・酵素によるバイオ変換、触媒による精密合成など

に関わる技術開発に取り組む。 

・化学品の高付加価値化や高度利用を目指し、分子や界

面の制御、素材の形成・機能化、材料特性評価・標準

化などに関わる技術開発を一体的に進め、機能性化学

材料の多様な産業分野への展開に資する。 

 

4‐（2）化学プロセスイノベーションの推進 

 各種の基礎及び機能性化学品等の製造プロセスの高効

率化・省エネルギー化を実現するための化学プロセス技

術を開発する。また、高温・高圧等の特異な反応場を積

極的に利活用し、精密な制御が可能な新しい化学プロセ

ス技術を開発する。今後のマーケティングにより変更さ

れる可能性はあるが、現時点では次の研究開発が見込ま

れる。 

・高い効率で機能性化学品などを開発・製造するために、

特異空間や特異反応場を利用した高温・高圧技術、マ

イクロリアクター技術などの開発や、これを支える流

体や物性制御の技術開発を通じ、低環境負荷型の反応

プロセス技術の基盤を構築する。 

・基礎及び機能性化学品の製造プロセスの省エネルギー

化に貢献するため、高い性能の膜分離や吸着吸収分離

などに係る材料・プロセスの開発に取り組み、高機能

な分離技術の基盤を構築する。 

 

4‐（3）ナノカーボンをはじめとするナノ材料の開発

とその応用技術の開発 

 ナノカーボン高効率合成及びナノカーボン複合材料製

造技術等、ナノ材料のナノ構造精密制御技術や複合化技

術、及び先端計測技術を開発する。また、材料・デバイ

ス開発促進のために、高度な計測技術、理論・計算シミ

ュレーションを利用した材料開発を行う。今後のマーケ

ティングにより変更される可能性はあるが、現時点では

次の研究開発が見込まれる。 

・CNT 及びグラフェンなどのナノカーボン材料の構造

を精密に制御するスーパーグロース法、e-DIPS 法等

の製造技術や、CNT の各種分離技術、CNT の複合材

料化技術など、省エネルギーに貢献する新素材やフレ

キシブルデバイス等の新デバイス創出等に資する研究

を遂行する。 

・物質回収や効率的エネルギー利用等に資する材料やデ

バイス開発のためにナノ粒子やナノ薄膜の微細構造制

御や複合化ならびに積層技術、及び先端計測技術を開

発する。また、高度な理論・計算シミュレーションを

展開し、環境やエネルギーに貢献する次世代材料の開

発を加速する。 

 

4‐（4）新たなものづくり技術を牽引する無機機能材

料の開発 

 無機系新素材の創製とスケールアップ製造技術及び部

材化技術を開発し、資源制約の少ない元素だけを使った

高耐熱磁石等の、耐環境性及び信頼性に優れた各種の産

業部材を提供する。今後のマーケティングにより変更さ

れる可能性はあるが、現時点では次の研究開発が見込ま
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れる。 

・新機能粉体の創成及びそのスケールアップ製造技術を

開発する。それにより、新機能粉体の実用化を実現す

る。 

・新素材のバルク組織化技術を開発する。それにより、

耐環境性及び信頼性に優れたエネルギー・環境部材や

ヘルスケア部材を提供する。 

 

4‐（5）省エネルギー社会構築に貢献する先進構造材

料と部材の開発 

 省エネルギー社会構築を目指し、軽量構造材料などの

設計やプロセス技術の開発によって、輸送機器の軽量化

に資する構造部材、ならびに広い温度領域を想定し、各

温度領域に適した熱制御部材を開発する。今後のマーケ

ティングにより変更される可能性はあるが、現時点では

次の研究開発が見込まれる。 

・輸送機器の軽量化などで輸送エネルギーの削減に貢献

するために、材料創生・加工・評価技術を活用し、信

頼性の高い軽量構造材料の開発を行うとともに、実用

化に向けた部材化技術、プロセス技術の開発を行う。

これをもって省エネルギー社会構築への貢献を目指す。 

・材料の組織や相、構造を制御することによって、生活

環境から工場までの広い温度領域において熱エネルギ

ーを制御する材料を開発するとともに、実用化に向け

た部材化技術、高信頼性化技術、プロセス技術の開発

を行う。これをもって省エネルギー社会構築への貢献

を目指す。 

 

5．エレクトロニクス・製造領域 

5‐（1）情報通信システムの高性能化および超低消費

電力化技術の開発 

 情報データの処理量や通信量の増加に対応するため、

省電力で高性能な IT 機器を実現する情報処理・記憶デ

バイス技術とその集積化技術、あるいはフォトニクス関

連技術等を開発する。更なる高性能化に向けたポストス

ケーリング集積化技術の確立や新しい情報処理技術の創

出を目指す。今後のマーケティングにより変更される可

能性はあるが、現時点では次の研究開発が見込まれる。 

・大規模化するデータに対応して高性能な情報処理を高

エネルギー効率で行うための技術として、ギガバイト

クラスの集積度を持つ相変化メモリ技術、シリコン

MOSFET の駆動力省エネ性を超えるロジックデバイ

ス技術、これらを三次元集積する技術を開発する。 

・揮発性メモリ STT-MRAM の大容量化と省電力化の

実用化技術、およびさらなる低消費電力で動作する電

圧トルク MRAM、スピン演算素子の基盤技術を開発

する。 

・シリコンフォトニクス技術を中核として、ネットワー

クのエネルギー効率を3-4桁高める光パスネットワー

ク技術の開発と普及、これとチップ間、チップ内の光

インターコネクトを利用した高性能集積デバイス技術

を開発する。 

・通常の CMOS 集積回路では実現できない新規の情報

処理技術を創出するために必要となる新材料技術およ

び新原理デバイス技術を開発する。 

 

5‐（2）もののインターネット化に対応する製造およ

びセンシング技術の開発 

 製造レジリエンス強化と産業競争力強化を目指した製

造網（Web of Manufacturing）の実現と社会インフラ

の維持管理を効率化・高度化を可能とする新たなセンシ

ング技術、センサネットワーク技術、収集データ利用技

術などを開発する。今後のマーケティングにより変更さ

れる可能性はあるが、現時点では次の研究開発が見込ま

れる。 

・生産ラインの予防保全や障害対応、設備総合効率向上

のために、過酷環境下等、定常的モニタリングが困難

とされてきた状況でも適用可能な計測技術や、設備へ

のセンサ後付けなどによる比較的簡便に収集したデー

タ群から設備状況に関わる情報を導出する間接モニタ

リング技術を開発する。また、それらの情報に基づい

て生産性やメンテナンス性などの生産システム評価を

行えるデータモデル構成技術及び分析技術を開発する。 

・社会インフラや産業インフラの保守や点検等に資する

ため、ひずみ，振動，温度など複数のセンシングと通

信機能を集積化したネットワーク MEMS システムを

開発し、大規模社会実験を行う。さらに、構造物をそ

の場・非破壊でかつ簡便に検査診断するために、高エ

ネルギー分解能の超伝導検出器の多画素・多重化技術

や過酷環境計測デバイス、光イメージング技術や生体

非侵襲センサを開発する。 

 

5‐（3）ものづくりにおける産業競争力強化のための

設計・製造技術の開発 

 産業や社会の多様なニーズに対応した製品を省エネ、

省資源、低コストで製造するために、設計マネジメント

技術、印刷デバイス技術、ミニマルファブ技術、複合加

工技術などを開発する。製品の更なる高付加価値化を目

指し、高機能フレキシブル電子材料等の新材料、機能発

現形成型技術等を開発する。今後のマーケティングによ

り変更される可能性はあるが、現時点では次の研究開発

が見込まれる。 

・顧客価値の高い製品・システムの開発を可能にするた

めに、複数業種の製造民間企業における共通問題を抽

出し、デライト設計の質向上を実現する上流設計マネ

ジメント環境を構築する。 

・エレクトロニクス・MEMS の変量多品種オンデマン

ド生産技術として印刷デバイス製造技術およびミニマ

ルファブ技術、フレキシブルで高効率なマイクロナノ

レベルの製造技術の開発を行う。また、それらの技術
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を活用して、大面積フィルムデバイス、MEMS セン

サ等の開発を行う。 

・付加製造の高度化と、切削、プレス、電解加工などの

加工技術の深化と体系化を進めるとともに、これらの

複合化により、加工物に合わせた高効率な加工を行う

ことが可能な複合加工プロセス技術を開発する。積層

造形に関しては、レーザー、電子ビーム、インクジェ

ット技術を活用した高速化、高精度化、傾斜構造化な

どプロセスの高度化の研究を行う。複合加工に関して

は、電解加工とレーザー加工の複合化による医療用脳

血管用極細管ステント等の医療機器やエネルギーデバ

イスなどを想定し、そのために必要な材料・形状を低

コスト・高能率で製造する。 

 

5‐（4）多様な産業用部材に適用可能な表面機能付与

技術の開発 

 パワーモジュール、燃料電池、構造材料等、種々の産

業用部材、基材に対し自在なコーティングを可能とする

ために、コーティング技術を高度化する。今後のマーケ

ティングにより変更される可能性はあるが、現時点では

次の研究開発が見込まれる。 

・AD（エアロゾルデポジション）法や、光 MOD（金

属有機化合物分解）法、LIJ（レーザー援用インクジ

ェット）法などの産総研が世界を先導するポテンシャ

ルを有する先進コーティング技術を核に、産総研の基

礎研究ポテンシャルを活かし成膜メカニズム解明に基

づくプロセスの高度化と、それを基にした多事業分野

での民間企業への橋渡しを実現する。 

 

6．地質調査総合センター 

6‐（1）地質調査のナショナルセンターとしての地質

情報の整備 

我が国の知的基盤整備計画に基づいて、国土およびその

周辺海域の地質図、地球科学基本図のための地質調査を

系統的に実施し、地質情報を整備する。今後のマーケテ

ィングにより変更される可能性はあるが、現時点では次

の地質の調査が見込まれる。 

・知的基盤整備計画に沿った地質図幅・地球科学図等の

系統的な整備、及び1/20万シームレス地質図の改訂を

行う。日本の陸域の地質情報を整備するとともに、地

質情報としての衛星データの整備と活用を行う。 

・南西諸島周辺地域の地質調査を着実に実施し、日本周

辺の海洋地質情報の整備を行う。 

・沿岸域の海陸シームレス地質情報の整備を行う。ボー

リングデータを活用した都市域の地質・地盤情報を整

備する。 

・地質調査の人材育成を行う。 

 

6‐（2）レジリエントな社会基盤の構築に資する地質

の評価 

 国および地域の防災等の施策策定に役立てるために、

地震・火山活動および長期地質変動に関する調査と解明

を行い、地質災害リスクの予測精度向上のための技術を

開発する。今後のマーケティングにより変更される可能

性はあるが、現時点では次の地質の調査が見込まれる。 

・地震・津波の痕跡調査、過去の巨大地震の復元、活断

層の評価手法の高度化ならびに海溝型地震に係わる地

殻深部の高精度変動モニタリング技術の開発を行う。 

・火山地質調査、年代測定技術による過去の火山噴火履

歴の系統的解明、火山地質図の整備ならびに噴火推移

評価手法の開発を行う。 

・地下深部の長期安定性に関する予測・評価手法の開発

のため、10万年オーダーの地震・断層活動、火山・

マグマ活動、隆起・侵食活動ならびに地下水流動に関

する長期地質変動情報を整備する。 

 

6‐（3）地圏の資源と環境に関する評価と技術の開発 

 国の資源エネルギー施策立案や産業の持続的発展に役

立てるために、地下資源のポテンシャル評価および地圏

環境の利用と保全のための調査を行い、そのための技術

を開発する。今後のマーケティングにより変更される可

能性はあるが、現時点では次の地質の調査が見込まれる。 

・地下資源評価として、燃料資源、鉱物資源ならびに地

熱・地中熱に関するポテンシャル評価と調査を実施す

る。 

・地下環境利用評価として、二酸化炭素地中貯留等に関

する地質モデリング技術の開発と調査を実施する。 

・地下環境保全評価として、資源開発や各種産業活動等

に起因する土壌・地下水に関する評価手法の開発と調

査を実施する。 

 

6‐（4）地質情報の管理と社会利用促進 

 国土の適切な利用と保全などを目指して、地質情報や

地質標本を体系的に管理するとともに、効果的に成果を

発信することにより、地質情報の社会利用を促進する。

今後のマーケティングにより変更される可能性はあるが、

現時点では次の地質の調査が見込まれる。 

・整備された地質情報や地質標本を体系的に管理する。 

・信頼性の高い公正な地質・地球科学情報を、出版物や

WEB、地質標本館等を通じて国民へ提供する。 

・国や自治体、民間企業、研究機関や一般社会での地質

情報の利用を促進する。 

 

7．計量標準総合センター 

7‐（1）計量標準の整備と利活用促進 

 知的基盤整備計画に基づき、物理標準と標準物質の整

備を行うとともに、計量標準の利活用を促進するため、

計量標準トレーサビリティシステムの高度化を進める。

さらに、単位の定義改訂に対応するなどの次世代計量標

準の開発を推進する。今後のマーケティングにより変更
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される可能性はあるが、現時点では次の研究開発が見込

まれる。 

・ユーザーニーズ、規制対応など緊急度の高さ、グリー

ン・ライフ・震災対応等の優先分野を勘案し定期的に

更新される知的基盤整備計画に基づいて、長さ、質量、

時間などの物理標準と高純度、組成系などの標準物質

の開発・範囲拡張・高度化等、整備を行う。 

・計量標準の利活用を促進するため、定量 NMR、計測

計量に係るセンサや参照標準器等の開発を通じ、計量

標準トレーサビリティの高度化を進める。 

・アボガドロ定数精密測定や光格子時計の開発を含め、

単位の定義改定や関連する国際勧告値に関わる物理定

数の精密測定、および新たな定義に基づき計量標準を

実現する現示技術など、次世代計量標準の開発を推進

する。 

 

7‐（2）法定計量業務の実施と人材の育成 

 計量法の適切な執行のため、特定計量器の基準器検査、

型式承認試験等の試験検査・承認業務を着実に実施する

とともに、計量教習などにより人材育成に取り組む。さ

らに、新しい技術に基づく計量器の規格策定等にも積極

的な貢献を図る。今後のマーケティングにより変更され

る可能性はあるが、現時点では次の業務が見込まれる。 

・特定計量器の基準器検査、型式承認試験等を実施する。

また、当該業務の現状を把握し、現行の国内技術基準

の国際基準への移行、新しい技術に基づく計量器の規

格策定等にも積極的な貢献を図る。 

・法定計量技術を教習して、国内の法定計量技術者の計

量技術レベルの向上を図る。 

 

7‐（3）計量標準の普及活動 

 中小企業なども計量標準の利活用ができるよう環境を

整備し、情報提供や相談などにより計量標準の普及に取

り組む。また、計量標準の管理・供給、国際計量標準と

工業標準への貢献及び計量標準供給制度への技術支援を

行う。今後のマーケティングにより変更される可能性は

あるが、現時点では次の業務が見込まれる。 

・中小企業なども含むより広いユーザーに計量標準の利

用を促進するため、情報提供及び講習・技能研修活動

の拡充を図る。工業標準化、国際標準化へ貢献する。 

・計量標準の管理・供給を行う。製品の認証に必要とな

る計量標準の国際同等性を確保する。計量法の運用に

係る技術的な業務と審査、およびそれに関連する支援

を行う。 

 

7‐（4）計量標準に関連した計測技術の開発 

 計量標準に関連した計測・分析・解析手法及び計測機

器、分析装置の開発、高度化を行う。また、計量に係る

データベースの整備、高度化に取り組む。今後のマーケ

ティングにより変更される可能性はあるが、現時点では

次の研究開発が見込まれる。 

・計量標準に関連した計測・分析・解析手法及び計測機

器、分析装置の開発、高度化を行う。工業標準化や国

際標準化を推進し、開発した機器・技術、コンサルテ

ィング業務により、ユーザーが期待するソリューショ

ンを提供する。 

・研究開発の基盤強化に資する信頼性の高い物質のスペ

クトルデータや熱物性データ、国内外の計量標準サー

ビスに関する情報を更新・拡充し、ウェブサイトを通

じて広く提供する。 
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≪別表2≫予算 

中長期目標期間：平成27～31年度予算 

（単位：百万円） 

区    別 

エネルギ

ー・環境領

域 

生命工学

領域 

情報・人間

工学領域 

材料・化

学領域 

エレクト

ロニク

ス・製造

領域 

収入               

  運営費交付金 50,462 32,878 28,425  38,686  35,614 

  施設整備費補助金 0 0 0  0  0 

  受託収入 39,210 4,607 8,715  2,298  1,113 

   うち国からの受託収入 15,750 1,851 3,501  923  447 

     その他からの受託収入 23,460 2,757 5,214  1,375  666 

  その他収入 8,481 6,758 5,534  8,028  7,132 

              

  計   98,153 44,243 42,673  49,011  43,859 

支出               

  業務経費 58,943 39,636 33,959  46,714  42,746 

   うちエネルギー・環境領域 58,943 0 0  0  0 

     生命工学領域 0 39,636 0  0  0 

     情報・人間工学領域 0 0 33,959  0  0 

     材料・化学領域 0 0 0  46,714  0 

     エレクトロニクス・製造領域 0 0 0  0  42,746 

     地質調査総合センター 0 0 0  0  0 

     計量標準総合センター 0 0 0  0  0 

     その他本部機能 0 0 0  0  0 

              

  施設整備費 0 0 0  0  0 

              

  受託経費 39,210 4,607 8,715  2,298  1,113 

   うち国からの受託 15,750 1,851 3,501  923  447 

     その他受託 23,460 2,757 5,214  1,375  666 

              

  間接経費 0 0 0  0  0 

              

  計   98,153 44,243 42,673  49,011  43,859 
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（単位：百万円） 

 

 

 

 

 

区    別 
地質調査総合

センター 

計量標準総

合センター

その他本部

機能 
法人共通 合計 

収入               

  運営費交付金 26,984 32,981 34,425 29,101 309,556 

  施設整備費補助金 0 0 0 41,001 41,001 

  受託収入 5,411 3,124 104 8,470 73,052 

   うち国からの受託収入 2,173 1,255 42 2,209 28,151 

     その他からの受託収入 3,237 1,869 63 6,261 44,901 

  その他収入 5,213 8,591 10,747 13,507 73,991 

              

  計   37,608 44,696 45,227 92,080 497,601 

支出               

  業務経費 32,197 41,572 45,173 0 340,939 

   うちエネルギー・環境領域 0 0 0 0 58,943 

     生命工学領域 0 0 0 0 39,636 

     情報・人間工学領域 0 0 0 0 33,959 

     材料・化学領域 0 0 0 0 46,714 

     エレクトロニクス・製造領域 0 0 0 0 42,746 

     地質調査総合センター 32,197 0 0 0 32,197 

     計量標準総合センター 0 41,572 0 0 41,572 

     その他本部機能 0 0 45,173 0 45,173 

              

  施設整備費 0 0 0 41,001 41,001 

              

  受託経費 5,411 3,124 104 0 64,582 

   うち国からの受託 2,173 1,255 42 0 25,942 

     その他受託 3,237 1,869 63 0 38,640 

              

  間接経費 0 0 0 51,078 51,078 

              

  計   37,608 44,696 45,277 92,080 497,601 
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≪別表 3≫収支計画 

中長期目標期間：平成 27～31 年度収支計画 

（単位：百万円） 

区    別 
エネルギー・

環境領域 

生命工学

領域 

情報・人

間工学領

域 

材料・化

学領域 

エレクトロ

ニクス・製

造領域 

費用の部   104,642 43,634 46,167 51,150 39,628 

  経常費用 104,642 43,634 46,167 51,150 39,628 

   エネルギー・環境領域 51,825 0 0 0 0 

   生命工学領域 0 34,849 0 0 0 

   情報・人間工学領域 0 0 29,858 0 0 

   材料・化学領域 0 0 0 41,072 0 

   エレクトロニクス・製造領域 0 0 0 0 37,584 

   地質調査総合センター 0 0 0 0 0 

   計量標準総合センター 0 0 0 0 0 

   その他本部機能 0 0 0 0 0 

   受託業務費 34,475 4,051 7,662 2,020 979 

   間接経費 0 0 0 0 0 

   減価償却費 18,343 4,734 8,647 8,057 1,065 

  財務費用 0 0 0 0 0 

   支払利息 0 0 0 0 0 

  臨時損失 0 0 0 0 0 

   固定資産除却損 0 0 0 0 0 

              

収益の部  105,029 43,620 45,383 50,042 40,348 

  運営費交付金収益 44,368 28,907 24,992 34,014 31,314 

  国からの受託収入 15,750 1,851 3,501 923 447 

  その他の受託収入 23,460 2,757 5,214 1,375 666 

  その他の収入 8,738 6,825 5,654 8,140 7,145 

  資産見返負債戻入 12,713 3,281 6,022 5,590 776 

  財務収益 0 0 0 0 0 

   受取利息 0 0 0 0 0 

  臨時利益 0 0 0 0 0 

   固定資産売却益 0 0 0 0 0 

              

純利益（△純損失） 386 (14) (784) (1,108) 720 

前中期目標期間繰越積立金取崩額 0 0 0 0 0 

総利益（△総損失） 386 (14) (784) (1,108) 720 
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（単位：百万円） 

区    別 
地質調査総合

センター 

計量標準総

合センター

その他本

部機能 
法人共通 合計 

費用の部 35,050 44,894 40,152 45,307 450,625 

  経常費用 35,050 44,894 40,152 45,307 450,625 

   エネルギー・環境領域 0 0 0 0 51,825 

   生命工学領域 0 0 0 0 34,849 

   情報・人間工学領域 0 0 0 0 29,858 

   材料・化学領域 0 0 0 0 41,072 

   エレクトロニクス・製造領域 0 0 0 0 37,584 

   地質調査総合センター 28,309 0 0 0 28,309 

   計量標準総合センター 0 36,551 0 0 36,551 

   その他本部機能 0 0 39,718 0 39,718 

   受託業務費 4,757 2,747 92 0 56,783 

   間接経費 0 0 0 44,910 44,910 

   減価償却費 1,983 5,596 343 397 49,165 

  財務費用 0 0 0 0 0 

   支払利息 0 0 0 0 0 

  臨時損失 0 0 0 0 0 

   固定資産除却損 0 0 0 0 0 

              

収益の部 35,752 44,670 41,362 47,845 454,051 

  運営費交付金収益 23,726 28,998 30,268 25,587 272,174 

  国からの受託収入 2,173 1,255 42 2,209 28,151 

  その他の受託収入 3,237 1,869 63 6,261 44,901 

  その他の収入 5,241 8,669 10,752 13,513 74,677 

  資産見返負債戻入 1,375 3,879 237 275 34,148 

  財務収益 0 0 0 0 0 

   受取利息 0 0 0 0 0 

  臨時利益 0 0 0 0 0 

   固定資産売却益 0 0 0 0 0 

              

純利益（△純損失） 702 (225) 1,210 2,538 3,425 

前中期目標期間繰越積立金取崩額 0 0 0 0 0 

総利益（△総損失） 702 (225) 1,210 2,538 3,425 
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≪別表 4≫資金計画 

中長期目標期間：平成 27～31 年度資金計画 

（単位：百万円） 

区    別 
エネルギー・

環境領域 

生命工学

領域 

情報・人間

工学領域 

材料・化学

領域 

エレクトロ

ニクス・製

造領域 

資金支出   98,153 44,243 42,673 49,011 43,859 

  業務活動による支出 86,300 38,900 37,520 43,093 38,563 

   エネルギー・環境領域 51,825 0 0 0 0 

   生命工学領域 0 34,849 0 0 0 

   情報・人間工学領域 0 0 29,858 0 0 

   材料・化学領域 0 0 0 41,072 0 

   エレクトロニクス・製造領域 0 0 0 0 37,584 

   地質調査総合センター 0 0 0 0 0 

   計量標準総合センター 0 0 0 0 0 

   その他本部機能 0 0 0 0 0 

   受託業務費 34,475 4,051 7,662 2,020 979 

   その他の支出 0 0 0 0 0 

  投資活動による支出 11,853 5,343 5,153 5,919 5,296 

   有形固定資産の取得による支出 11,853 5,343 5,153 5,919 5,296 

   施設費の精算による返還金の支出 0 0 0 0 0 

  財務活動による支出 0 0 0 0 0 

   短期借入金の返済による支出 0 0 0 0 0 

  次期中期目標期間繰越金 0 0 0 0 0 

              

資金収入 98,153 44,243 42,673 49,011 43,859 

  業務活動による収入 98,153 44,243 42,673 49,011 43,859 

   運営費交付金による収入 50,462 32,878 28,425 38,686 35,614 

   国からの受託収入 15,750 1,851 3,501 923 447 

   その他の受託収入 23,460 2,757 5,214 1,375 666 

   その他の収入 8,481 6,758 5,534 8,028 7,132 

  投資活動による収入 0 0 0 0 0 

   有形固定資産の売却による収入 0 0 0 0 0 

   施設費による収入 0 0 0 0 0 

   その他の収入 0 0 0 0 0 

  財務活動による収入 0 0 0 0 0 

   短期借り入れによる収入 0 0 0 0 0 

  前年度よりの繰越金 0 0 0 0 0 

 

 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(1079) 

（単位：百万円） 

区    別 
地質調査総

合センター

計量標準総

合センター

その他本部

機能 
法人共通 合計 

資金支出   37,608 44,696 45,277 92,080 497,601 

  業務活動による支出 33,067 39,298 39,809 44,910 401,460 

   エネルギー・環境領域 0 0 0 0 51,825 

   生命工学領域 0 0 0 0 34,849 

   情報・人間工学領域 0 0 0 0 29,858 

   材料・化学領域 0 0 0 0 41,072 

   エレクトロニクス・製造領域 0 0 0 0 37,584 

   地質調査総合センター 28,309 0 0 0 28,309 

   計量標準総合センター 0 36,551 0 0 36,551 

   その他本部機能 0 0 39,718 0 39,718 

   受託業務費 4,757 2,747 92 0 56,783 

   その他の支出 0 0 0 44,910 44,910 

  投資活動による支出 4,542 5,397 5,468 47,170 96,141 

   有形固定資産の取得による支出 4,542 5,397 5,468 47,170 96,141 

   施設費の精算による返還金の支出 0 0 0 0 0 

  財務活動による支出 0 0 0 0 0 

   短期借入金の返済による支出 0 0 0 0 0 

  次期中期目標期間繰越金 0 0 0 0 0 

              

資金収入 37,608 44,696 45,277 92,080 497,601 

  業務活動による収入 37,608 44,696 45,277 51,078 456,599 

   運営費交付金による収入 26,984 32,981 34,425 29,101 309,556 

   国からの受託収入 2,173 1,255 42 2,209 28,151 

   その他の受託収入 3,237 1,869 63 6,261 44,901 

   その他の収入 5,213 8,591 10,747 13,507 73,991 

  投資活動による収入 0 0 0 41,001 41,001 

   有形固定資産の売却による収入 0 0 0 0 0 

   施設費による収入 0 0 0 41,001 41,001 

   その他の収入 0 0 0 0 0 

  財務活動による収入 0 0 0 0 0 

   短期借り入れによる収入 0 0 0 0 0 

  前年度よりの繰越金 0 0 0 0 0 
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【平成29年度計画】 

 独立行政法人通則法第31条第1項及び第35条の8に基

づき、国立研究開発法人産業技術総合研究所（以下、産

総研）の平成29年度の事業運営に関する計画（以下、

年度計画）を次のように定める。 

 

I. 研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に

関する事項 

1．「橋渡し」機能の強化 

・第4期中長期目標期間終了までに民間資金獲得額 を

138億円/年以上にすることを目指し、平成29年度は

基準となる第4期中長期目標に定める現行の額（46億

円 ）の2.2倍である101.2億円/年を産総研全体の目標

として掲げる。 

・また、産総研技術移転ベンチャーに対する民間からの

出資額が、現行の額（3億円）の2.2倍である6.6億円/

年以上となるよう、ベンチャーへの支援に取り組む。 

・各領域においては、領域長の下で目的基礎研究、「橋

渡し」研究前期、「橋渡し」研究後期、及びマーケテ

ィングを一体的かつ連続的に行う。領域ごとの数値目

標を表1の通り定める 。 

・民間資金獲得額の増加とともに大企業との研究契約に

偏ることのないよう、中堅・中小企業の資金提供を伴

う研究契約件数の比率は第4期中長期目標策定時点の

水準（約1/3）を維持するよう努める。 

・各領域は一定金額規模以上の「橋渡し」研究を企業と

実施した案件について、その後の事業化の状況（件数

等）の把握を行う。 

 

表1 領域ごとの民間資金獲得額の目標（億円） 
 

平 成 29 年

度目標 

（参考） 
平成 23年度

～平成 25年

度実績の平

均 
エネルギー・環境領域 35.6 19.0 
生命工学領域 12.7 5.0 
情報・人間工学領域 12.1 4.8 
材料・化学領域 16.6 6.6 
エレクトロニクス・製

造領域 
15.8 6.3 

地質調査総合センター 2.5 1.0 
計量標準総合センター 6.0 2.4 

 

（1）「橋渡し」につながる基礎研究（目的基礎研究） 

 

（2）「橋渡し」研究前期における研究開発 

 

（3）「橋渡し」研究後期における研究開発 

 

 

（1）～（3）に関わる研究開発等の年度計画につい

ては領域ごとに別表1に記載する。 

 

（4）産総研技術移転ベンチャー支援の強化 

・産総研技術移転ベンチャーの創出を推進するため、ス

タートアップ開発戦略タスクフォース等ベンチャー創

出支援事業において、事業化に向けたマーケティング

活動、ビジネスモデル構築及びプロトタイプの開発を

推進する。また、民間企業から産総研技術移転ベンチ

ャーへの出資を促進するため、ビジネスインキュベー

ション機関及びベンチャーキャピタル等とのネットワ

ークを活用した連携活動並びに事業計画・ビジネスプ

ランのブラッシュアップ等の事業支援を強化する。 

 

（5）技術的ポテンシャルを活かした指導助言等の実施 

・多様な民間企業ニーズに応えるために、「技術コンサ

ルティング制度」を活用し、産総研の技術的なポテン

シャルを活かした指導助言等を実施する。 

・コンサルティング制度に関する職員への周知などによ

って、職員の理解の促進を図ると共に、民間企業への

説明を徹底して、研究現場での一層の活用を図る。さ

らに顧客満足度のサンプリング調査を実施し、業務品

質の向上を図る。これらの取組みを通じて、平成28

年度比22 %増（民間資金獲得目標額の前年比伸び

率）を上回ることを目指す。 

 

（6）マーケティング力の強化 

・各研究領域において、領域の特性に応じた技術マーケ

ティング活動を実施する。 

・異なる領域や地域センターをまたがる横断的なマーケ

ティング活動を行う機能の充実及び効率的な運用を図

る。 

・大型連携を図るため、シーズプッシュ型のマーケティ

ングに加えて、民間企業との活発なコミュニケーショ

ンによるニーズプル型や、コンセプトを共創するマー

ケティングを推進する。 

・多様な経験、資質、人的ネットワーク等を有する人材

として、企業連携活動への参加や連携ノウハウを共有

する場の設定を通した内部人材の育成を引き続き行う

とともに、外部人材を積極的に登用して、その専門性

に基づいた人材の強化を行う。 

 

（7）大学や他の研究機関との連携強化 

・クロスアポイントメント制度と従来の連携制度を併用

することで、基礎研究、応用研究・開発、実証、事業

化といった各段階において他の機関に所属する優秀な

人材を取り込んで最大限に活用する。これにより、組

織間の連携推進を実効的に進めるとともに、多様な連

携の方策から最適な仕組みを選びつつ推進する。これ

に加えて大学等の研究室単位での産総研への受け入れ
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や、産総研の研究室の大学内もしくは隣接地域等への

設置を通じて、大学等との一層の連携強化を図る。 

・革新的基礎研究力を有する大学等から生まれた優れた

技術シーズや優秀な研究人材を活用し、産総研におけ

る「橋渡し」機能の強化を加速させるため、大学等外

部機関の構内に連携研究を行うための拠点「オープン

イノベーションラボラトリ」の整備を、平成29年度

も積極的に進める。 

 

（8）戦略的な知的財産マネジメント 

・知的財産の戦略的かつ効果的な取得・管理・活用と研

究成果の効率的な実用化及び普及を図るために、萌芽

技術の戦略的な知財アセット構築の支援を強化し、ま

た、知的財産管理システムの改善・向上や知的財産統

合シートの利用性の一層の向上を図る。 

・平成28年4月に施行した職務発明に関する改正特許法

に対応するように改訂した職務発明取扱規程に基づく

発明補償、企業や大学等との連携促進のための多様な

連携形態に即した知財の取り扱いの策定等を行う。 

・平成28年10月に改訂された「知的財産・標準化ポリ

シー」に基づき、戦略的に標準化活動を行うための支

援策を標準化戦略会議において検討し、標準化活動の

推進を図る。 

・知的財産および標準化の知見と研究開発に関する知見

の双方を有する専門家を継続的に育成するため、セミ

ナー・シンポジウムの開催等による知財・標準化に関

する普及・啓発活動を実施する。 

・知的財産マネジメントを適切に推進していくために、

研究者を含む産総研の全職員が業務において知的財産

関連活動を適切に行うことができるよう人材育成に継

続的に取り組む。 

・知財の専門家による領域・地域センターの支援強化の

ために、イノベーション推進本部に所属するパテント

オフィサーと各領域に所属するパテントオフィサーの

連携を推進する。 

・知的財産の活用において、技術移転マネージャーを中

心にして、産業界のニーズ把握と研究現場と連携した

活動を強化する。 

・知的財産の活用において、出口シナリオの企画・立案

機能を強化するため、知的財産情報の発信や企業のニ

ーズ収集などのマーケティング活動を実践する。 

 

（9）地域イノベーションの推進等 

① 地域イノベーションの推進 

・地域における「橋渡し」の推進のため、自治体や公設

試との連携関係の強化や、「産総研イノベーションコ

ーディネータ」制度のさらなる拡充と活用等により、

地域中核企業との研究連携を推進する。具体的には、

地域中核企業との共同研究、受託研究、中小企業庁や

NEDO 等のサポイン事業や橋渡し事業、自治体予算

による補助事業や委託事業、内部予算を用いた予備研

究や追加研究、技術コンサルティング等の連携研究を、

合わせて50件以上行う。 

・平成27年度に各地域センターが所在する地域ごとに

創設した、地域中核企業からなる「テクノブリッジク

ラブ」を活用し、地域中核企業における技術開発ニー

ズと産総研技術シーズとのマッチング事業を推進する。

当該年度は、「テクノブリッジクラブ」加盟企業が

250社以上となるよう拡充を図るとともに、連携の強

化も進め、加盟企業との150件以上の連携研究を行う。 

・産業技術連携推進会議の技術部会と地域部会を通じて、

公設試の技術レベル向上を図るための研究会や研修、

地域経済の現状を踏まえたプロジェクトの共同提案等

の取り組みを積極的に実施する。 

・地域センターごとに「橋渡し」機能の進捗状況を把握

し、オール産総研としての活動の最適化に向けて、企

画・調整を行う。 

・まち・ひと・しごと創生本部決定の「政府関係機関移

転基本方針」を踏まえて石川県及び福井県に整備した

拠点を中心として、県及び公設試との連携により、地

域中堅・中小企業への「橋渡し」等を推進する。 

 

② 福島再生可能エネルギー研究所の機能強化 

・福島再生可能エネルギー研究所については、エネルギ

ー産業・技術の拠点として福島の発展に貢献し、再生

可能エネルギー分野における世界最先端かつ世界に開

かれた研究拠点の形成を目指した活動を加速する。 

・太陽光、風力、地熱、地中熱、水素エネルギーキャリ

ア、エネルギーネットワークの6つの研究課題を推進

する。ほぼ確立した技術については民間企業への確実

な橋渡しを進めると共に、新たな技術シーズ作りを目

指して、更なる研究資源の充実と、産総研内、福島県

等の東北被災県、国内外の研究機関や企業との連携強

化を図る。 

・太陽光発電技術については、結晶シリコン太陽電池の

高性能化・高信頼性化を進めるとともに、結晶シリコ

ン太陽電池をボトムセルとするスマートスタック型太

陽電池の高効率化を図る。風力発電技術については、

風力アセスメント技術の高度化を目指す。水素エネル

ギー技術に関しては、水素吸蔵合金や各種水素キャリ

アについて、基礎から実証までの研究開発を進める。

地熱については超臨界地熱資源の研究開発を主導する。

地中熱についてはポテンシャルマップや新しい利用技

術の開発を進める。エネルギーネットワークについて

は、スマートシステム研究棟の円滑な設備運用を行い、

再生可能エネルギー大量導入のための研究を推進する。 

 

（10）世界的な産学官連携拠点の形成 

・オープンイノベーションを推進して事業化への「橋渡

し」を加速させる世界的な産学官連携拠点の形成を目
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指し、高度な半導体製造装置等の最先端設備環境の整

備を進め、量産開発に資する6インチ大型ウェハーを

用いた SiC パワーデバイス試作や、IoT 技術開発のた

めの12インチシリコンウェハーを用いた半導体デバ

イス開発を行い、SiC パワー半導体と IoT デバイスの

オープンイノベーション拠点としての価値を一層高め

る。 

・ワンストップサービスを企業に提供できる機能を強化

するために、他の TIA 中核機関とともに、TIA 連携

プログラム探索推進事業「かけはし」等の具体的な研

究開発テーマを企業連携に結び付ける活動を強化する。

マーケティング機能を付加することにより、共用施設

ネットワークマネージメントグループ等、構成する各

マネジメントグループやステークホルダーグループを

活用して、オープンプラットフォーム機能の強化と企

業連携活動を加速する。 

・各機関の多様な技術を融合させ、産学官の知を糾合し

て複数の領域での研究プロジェクトの立案や国内外の

企業及び他のイノベーション拠点との連携を企画・推

進するため、研究機関の研究者間の連携を促進し新た

なシーズ創出を加速する、TIA 連携プログラム探索

推進事業「かけはし」を推進する。 

・人材育成では、ナノテクキャリアアップアライアンス

や ASCOT 人材育成等、今後の TIA の人材育成機能

の方向性となりうる、民間企業の人材育成に資する機

能を強化する。 

 

（11）「橋渡し」機能強化を念頭に置いた領域・研究者

の評価基準の導入 

・ 「橋渡し」研究では事業化に向けた企業のコミット

メント獲得が重要であることから、平成29年度も引

き続き「橋渡し」研究を担う領域への研究予算は民間

資金獲得実績を最重視して行う。 

・ 各領域の評価に際しては、数値目標を掲げた民間資

金獲得額、論文発表数、論文の合計被引用数、実施契

約等件数、イノベーション人材育成人数の達成状況に

加え、具体的な研究成果や知的基盤の整備状況等、上

述の評価軸、評価指標及びモニタリング指標に基づい

て行う。評価結果については平成30年度の研究予算

の予算配分に反映させる。 

・人事評価制度について、引き続き、以下の取り組みを

実施する。 

1）「橋渡し」への貢献に対する具体的な評価事例を、

職員に公表する。 

2）研究段階・研究特性を踏まえた評価、組織的な貢献

への評価の効果的な方法等について、研究現場等との

対話に努める。 

3）平成28年度で決定した業績手当の査定財源の拡充に

ついて、正確かつ適正に実施する。 

 

（12）追加的に措置された交付金 

・平成28年度補正予算（第2号）により追加的に措置さ

れた交付金については、「未来への投資を実現する経

済対策」の21世紀型のインフラ整備のために措置さ

れたことを認識し、人工知能に関するグローバル研究

拠点整備事業のために活用する。 

 

2．地質調査、計量標準等の知的基盤の整備 

・我が国の経済活動の知的基盤である地質調査や計量標

準等については、我が国における当該分野の責任機関

として、これらの整備と高度化を通じて我が国の産業

基盤を引き続き強化する。平成29年度は特に以下の

業務に取り組む。詳細については別表１に記載する。 

・知的基盤整備の評価においては、国の知的基盤整備計

画に基づいて着実に知的基盤の整備に取り組んでいる

か、及び計量法に関わる業務を着実に実施しているか

を評価軸とし、地質図・地球科学図等の整備状況、計

量標準及び標準物質の整備状況、及び計量法に係る業

務の実施状況を指標とする。さらに、地質情報の普及

活動の取り組み状況、計量標準の普及活動の取り組み

状況を評価の際のモニタリング指標として取り扱う。  

 

【地質調査総合センター】 

・国民生活・社会経済活動を支える地質情報の整備のた

めに、5万分の1地質図幅については東海地域の「大

河原」等の調査を開始するとともに、重要地域の地質

図幅4図幅を出版する。 

・日本周辺の海洋利用促進のため、石垣島周辺海域の海

洋地質調査を実施し、知的基盤情報の整備を行う。 

・安心安全な社会活動を支えるため、伊勢湾沿岸域の陸

域及び海域の地質・活断層調査を行う。陸域では、地

下地質把握のためのボーリング調査・活断層調査や地

震反射法調査、海域では音波探査・ボーリング調査を

行う。千葉県北部を対象に、3次元地質地盤モデルを

公開する。東京都と共同で東京都の地質地盤図作成に

取り組む。 

・地質災害に強い社会を構築するため、陸域・沿岸海域

の5地域以上の活断層調査、沿岸の5地域以上の地

震・津波履歴調査、防災上重要な3火山以上の地質調

査を行い、政府機関等へ情報を提供する。 

・地下環境保全のための、近畿または関東地方での表層

土壌評価基本図の整備に向けた土壌調査を実施する。

また、大阪平野の水文環境図の編集を継続し、新潟平

野の地下水調査・編集、苫小牧・北九州の調査を開始

する。 

・国土の適切な利用と保全などを目指して、地質情報等

の体系的管理、効果的な発信、社会利用の拡大を進め

る。 
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【計量標準総合センター】 

・物理標準については、気体高圧力、電界強度、低温温

度計、放射性表面汚染等の物理標準の開発・範囲拡

張・高度化等の整備を知的基盤整備計画に沿って行う。 

・標準物質については、既存標準物質の安定性評価を行

い供給を継続するとともに、知的基盤整備計画に沿っ

て、材料評価のための標準物質を開発するとともに、

水道法等の規制に対応した基準物質の開発並びに特定

標準物質の濃度校正方法の開発を行う。 

・計量法に係る業務については、特定計量器の基準器検

査、型式承認試験等の効率的な実施に取り組む。また、

計量教習、計量講習、計量研修を実施し、法定計量技

術に関わる人材育成を行う。 

・計量標準の利用を促進するため、情報提供及び講習・

技能研修活動の拡充を図り、計量標準に関連する工業

標準化、国際標準化へ貢献する。また、国際比較等を

通じて計量標準の管理を行い、計量法トレーサビリテ

ィ制度に定められた参照標準等の供給を行う。 

 

3．業務横断的な取り組み 

（1）研究人材の拡充、流動化、育成 

・優秀かつ多様な研究人材の獲得のため、以下の制度の

活用を進めるとともに、制度の一層の活用に向けて必

要に応じ制度改善を図る。 

1）クロスアポイントメント制度の活用により、大学等

の優れた研究人材の受け入れと同時に、産総研の研究

室の大学等への設置を通じて組織の枠組みを超えた研

究体制を構築する。 

2）リサーチアシスタント制度を活用し、優秀な若手人

材を確保する。 

・極めて優れた研究成果を上げている者、極めて高い研

究能力を有すると判断できる者については、テニュア

化までの任期の短縮及び直ちにテニュア化する採用を

積極的に適用する。 

・クロスアポイントメント制度の活用を引き続き拡大す

るとともに、新たに民間企業とのクロスアポイントメ

ント制度の適用実施を目指す。 

・研究者の育成において、以下の取り組みを行う。 

1）職員が研究者倫理、コンプライアンス、安全管理な

どの必要な基礎知識を取得するよう、e-ラーニング等

の研修を徹底させ、受講内容等について見直しを図る。 

2）研究職員の研究能力及びマネジメント能力向上を研

修により支援する。特に中堅研究職員等研修について

見直しを実施し、マネジメント能力の向上を図る。 

3）産業界のニーズや社会情勢を踏まえ、研修内容を見

直しつつ、研究職員の多様なキャリアパス形成を支援

する研修を実施する。さらに、既存の事務職員向けの

国内外の大学等への派遣制度を見直し、研究職員にも

対象を広げることを検討する。 

・産総研イノベーションスクールにおいては、産業界に

イノベーティブな若手博士研究者等を輩出することを

目的とし、第11期生として公募選考した若手博士人

材および技術研修を行う大学院生等を対象に、それぞ

れの立場において必要な講義・演習と産総研の研究現

場における研究実践、長期企業研修を実施する。さら

に、修了生の人的ネットワーク構築を支援する。 

・マーケティング機能体制強化のため、引き続き海外派

遣型マーケティング人材育成事業等の研修を実施し、

内部人材を育成する。 

・「橋渡し」機能強化につながる多様な外部人材の登用

を引き続き行う。 

・優れた研究能力やマーケティング能力、又は研究所の

適切な運営管理マネジメント能力等を有する定年職員

について、その能力等に応じた適切な処遇のもと、必

要な人材を登用する。 

・女性が活躍できる職場環境の整備を行うため、産総研

「女性活躍推進法行動計画」に基づく取り組みを推進

する。 

・多様な属性を持つ人々が共に働くことで、より一層、

個人の能力が存分に発揮できる環境の実現を目指し、

産総研「第4期中長期目標期間におけるダイバーシテ

ィの推進策」に基づくアクションプランを継続して取

り組む。 

 

（2）組織の見直し 

・更なる業務の適正化及び効率化を目指し、継続的に組

織・制度の見直しを実施する。研究推進組織は産業界

の動向や民間企業、社会ニーズへ対応するため、柔軟

な見直しを実施する。 

・また、パートナー企業のニーズに、より特化した研究

開発の実施を目指し、企業との大型共同研究等を行う

ための組織「連携研究室（冠ラボ）」の設置を進める。 

・さらに、革新的基礎研究力を有する大学等から生まれ

た優れた技術シーズや優秀な研究人材を活用し、産総

研における「橋渡し」機能の強化を加速させるため、

大学等外部機関の構内に連携研究を行うための研究組

織「オープンイノベーションラボラトリ（OIL）」を

引き続き整備する。 

・産総研全体として「橋渡し」機能の強化を図る体制を

維持する観点から本部組織等について、必要に応じて

柔軟に見直す。 

・多様な経験、資質、人的ネットワーク等を有する人材

として、企業連携活動への参加や連携ノウハウを共有

する場の設定を通した内部人材の育成を引き続き行う

とともに、外部人材を積極的に登用して、その専門性

に基づいた人材の強化を行う。 

・知的財産マネジメントを適切に推進していくために、

研究者を含む産総研の全職員が業務において知的財産

関連活動を適切に行うことができるよう人材育成に継

続的に取り組む。 
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・機動的に融合領域の研究開発を推進するための理事長

戦略予算を本部組織等の決定に基づき、領域に一定程

度配分できるようにする。 

 

（3）特定法人として特に体制整備等を進めるべき事項 

＜理事長のマネジメントの裁量の確保・尊重＞ 

・各界の有識者である外部委員で構成される経営戦略会

議を開催し、会議で出された研究所の進むべき方向に

ついての提言を、理事長による組織運営マネジメント

に反映する。 

・理事長戦略予算の位置づけを明確化し、当該予算で実

施する課題については、各領域からの提案及び理事長

等からのトップダウンの提案の中から選定する。 

＜国際的に卓越した能力を有する人材を確保・育成する

ための体制＞ 

・国際的な人材確保・育成を行う拠点として、人工知能

技術の研究・開発のための、様々な用途の学習用模擬

環境の整備および、そこから得られるデータを集め高

速学習を可能とする AI 用クラウドサーバー構築とい

った研究環境を整備する。 

・平成29年度においては、当初の設計と比較してさら

に柔軟な年俸決定を可能とするために運用を見直し、

優れた研究実績を有する、又は高いマネジメント能力

を有する国際的に卓越した研究人材の確保を目指す。 

＜研究者が研究開発等の実施に注力するための体制＞ 

・競争的資金について、研究者が理解しやすい公募情報

の提供を行うと共に、応募数増加や採択率向上に向け

た取り組みを行う。 

・施設・設備の維持管理については、中長期的なスペー

ス利活用方針に基づいて策定した年度計画に沿って、

老朽化対策や研究スペースの集約による効率化等を図

る。 

・平成28年度に実施した研究現場での研究支援職の職

務内容や待遇等に関するニーズ調査の結果を踏まえ、

研究者の通常業務を効率的に支援できる人材像を明確

化し、研究支援人材の確保に向けた新たな制度を設計

する。 

・「特定国立研究開発法人による研究開発等を促進する

ための基本的な方針」に基づき、研究開発に直接関係

する物品・役務の調達に限り、研究開発成果の早期発

現及び向上が期待でき、かつ、競争性及び透明性が確

保された、新たな随意契約方式を導入する。 

＜国内外機関との産学官連携・協力の体制や企画力の強

化＞ 

・パートナー企業のニーズに、より特化した研究開発の

実施を目指し、企業との大型共同研究等を行うための

組織「連携研究室（冠ラボ）」の設置を進める。 

・革新的基礎研究力を有する大学等から生まれた優れた

技術シーズや優秀な研究人材を活用し、産総研におけ

る「橋渡し」機能の強化を加速させるため、大学等外

部機関の構内に連携研究を行うための研究組織「オー

プンイノベーションラボラトリ（OIL）」を引き続き

整備する。 

・企業等との研究開発プロジェクト経験や産業界・学界

とのネットワークを有する人材を、イノベーションコ

ーディネータ等として内部登用するために、連携ノウ

ハウを共有する場を設定し、その参加を通じた育成を

行う。さらに、企業における研究開発や事業化経験等

を有する外部人材を積極的に採用する。 

・技術コンサルティングや情報検索ツール等を活用して

企業のニーズ分析を行い、領域や地域センターを限定

することなく産総研の総合力を発揮するための連携と

研究課題の提案を行う。 

・知的財産の活用において、出口シナリオの企画・立案

機能を強化するため、知的財産情報の発信や企業のニ

ーズ収集などのマーケティング活動を実践する。 

・外部機関との組織的連携に関する包括協定および覚書

等を戦略的に締結し、新たな共同研究や人的交流を促

進する。 

＜国際標準化活動を積極的に推進するための体制＞ 

・国際標準化活動を推進するため、標準化戦略会議を活

用して戦略的な標準化活動を促進するための支援策を

検討し、民間企業等との連携を強化する。 

・知財戦略会議と標準化戦略会議を連携させることによ

って、知財及び標準化の両面から研究現場の実情に沿

った企画・立案機能の強化を図り、知的財産活動と標

準化活動を一体的に推進する。 

＜適正な研究開発等の実施を確保するための体制の充実

＞ 

・文部科学省の「研究活動における不正行為への対応等

に関するガイドライン」を踏まえ、研究記録の適切な

管理・運用を通じて産総研の研究成果の信頼をより高

め、産学官連携における研究パートナー等からの信頼

を得られるよう法令順守・リスク管理に取り組む。 

 

Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 

1．研究施設の効果的な整備と効率的な運営 

・産学官が一体となって行う研究開発を行うため、連携

先の要望に柔軟に対応できる施設・仕組み等の整備、

構築、見直しを進めるとともに、産総研の施設等を活

用した共同研究の他、企業による分析、計測等により、

引き続き橋渡し機能の強化を図る。 

 

2．PDCA サイクルの徹底 

・評価の実施に当たっては、必要に応じて改善を行い、

更なる充実とともに効率化を図る。 

・評価結果の取りまとめを迅速に行い共有することで、

各部署がより早く業務改善にフィードバック可能な環

境を提供する。 

・評価結果を領域への予算配分額に反映させること等を
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通じて産総研全体として目標を達成するための

PDCA サイクルを働かせる。 

 

3．適切な調達の実施 

・契約監視委員会を開催し、委員会点検による意見・指

導等については、全国会計担当者会議等において共有

し、改善に向けた取り組みを行う。 

・競争入札を行う調達案件については、事業内容に応じ

て適切な公告期間を設けるとともに、必要に応じた説

明会を実施し、公告日から入札日までの期間を十分に

確保する取り組みを実施する。 

・「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成

25年12月24日閣議決定）を踏まえ、一般競争入札を

原則としつつも、研究開発業務を考慮し規定した随意

契約によることができる事由につき、適切かつ合理的

な調達を実施する。 

・民間企業での技術的な専門知識を有する契約審査役を

引き続き雇用し、請求者が要求する仕様内容・調達手

段について適切な仕様や条件となっているかにつき審

査を実施する。 

・地域センターの契約案件については、前年度の競争入

札等手続きによる契約のうち、契約額が上位から数え

て10 %にあたる契約案件の契約額を平成29年度の契

約審査役が行う技術審査の基準額とする。 

 

4．業務の電子化に関する事項 

・ファイアウォールによる24時間のセキュリティ監視

を徹底するとともに、「サイバーセキュリティ戦略に

ついて」（平成27年9月4日閣議決定）を踏まえ、サイ

バー攻撃によって内部に侵入された場合の早期把握及

び被害の発生・拡大の防止として、平成28年度に計

画した次期ファイアウォールの導入を進める。 

・平成28年度に引き続き、インターネットバックアッ

プ回線、所内ネットワーク、イントラ業務システムに

ついて、震災等の災害時を想定した訓練を行う等、確

実な稼働を確保する。 

 

5．業務の効率化 

・運営費交付金を充当して行う事業は、新規に追加され

るもの、拡充分等は除外した上で、一般管理費（人件

費を除く。）及び業務費（人件費を除く。）の合計につ

いては前年度比1.36 %以上を削減する。 

・給与水準については、ラスパイレス指数、役員報酬、

給与規程、俸給表及び総人件費を公表し、国民に対す

る説明責任を果たす。 

 

Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 

・運営費交付金を充当して行う事業について、セグメン

ト毎、ユニット毎等の執行状況を定期的に調査し、早

期執行を促す。 

・運営費交付金債務の発生要因等と分析される、各種状

況変動により生じる執行残額を早期に検知することで

債務減少を図る。 

・平成29年度財務諸表において、事業等のまとまりご

とである5領域、2総合センター、その他本部機能、

法人共通の区分でセグメント情報を開示する。 

・資産使用者及び資産管理者が、自らは使用しないと判

断した資産について、引き続き、所内でのリユース活

用を図るほか、所定の手続きにより不用と判断した資

産については、他機関等に開示する等により不用資産

の有効利用を図る。また適時適切に減損・除却等の会

計処理を行う。 

・研究用備品等の管理の適正化を図るため整備した制

度・体制について、引き続きフォローアップを実施し、

適正な管理体制の継続を図る。また、国等の委託事業

で取得した研究用備品に関し、適切な資産管理のため

のルールを整備する。 

・第4期中長期目標期間終了までに民間資金獲得額 を

138億円/年以上にすることを目指し、平成29年度は

中長期目標策定時点から120 %増である101.2億円/年

を産総研全体の目標として掲げる。 

 

1．予算（人件費の見積もりを含む）【別表2】 

 

2．収支計画【別表3】 

 

3．資金計画【別表4】 

 

Ⅳ．短期借入金の限度額 

・なし 

 

Ⅴ．不要財産となることが見込まれる財産の処分に関す

る計画 

・関西センター尼崎支所については、引き続き自治体及

び関係機関と協議を行い、国庫納付に向けた手続きを

進める。 

 

Ⅵ．剰余金の使途 

・剰余金が発生した時の使途は以下の通りとする。 

・重点的に実施すべき研究開発に係る経費  

・知的財産管理、技術移転に係る経費 

・職員の資質の向上に係る経費 

・広報に係る経費 

・事務手続きの一層の簡素化、迅速化を図るための電

子化の推進に係る経費 

・用地の取得に係る経費 

・施設の新営、増改築及び改修、廃止に係る経費 

・任期付職員の新規雇用に係る経費 等 
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Ⅶ．その他業務運営に関する重要事項 

1．広報業務の強化 

・プレス発表、取材対応などを通して、報道機関へ研究

成果や組織経営に関する情報を提供することにより、

産総研の成果、活動の記事化および TV 報道へつなげ

る。また、産総研と企業との連携事例の紹介、記者と

の懇談会の開催、理事長からのトップメッセージの発

信に引き続き取り組む。 

・常設展示施設「サイエンス・スクエア つくば」では、

多様な見学者が研究成果への理解を深めるための工夫

の一環として、特別展示や特別見学ツアーを実施する。 

・実験や科学工作などを通して青少年が科学技術に接す

る機会となる「実験教室」や「出前講座」を行ってい

く。地域住民への研究紹介と、子供たちに科学の面白

さを伝える機会として一般公開を開催するとともに、

地域でのイベント出展を行う。 

・各種出版物による情報発信を引き続き行う。特に、広

報誌「産総研 LINK」では、橋渡しの成功事例や連携

を目指す研究成果などを伝える。また、全国の中小企

業との連携事例を印刷物として紹介する。 

・最新の研究成果の動画配信を行うとともにホームペー

ジやソーシャルメディアネットワークを使用して、産

業界及び一般国民への研究成果などの情報発信を拡大

する。 

 

2．業務運営全般の適正性確保及びコンプライアンスの

推進 

・リスク情報を迅速に現場から収集し、迅速かつ着実な

リスク管理及びコンプライアンス推進の取組みを実施

する。 

・e-ラーニング研修を着実に実施する他、組織文化を一

層強化することに重点を置いた研修の開催及び啓発の

取組みを実施する。 

・研究記録の適切な管理・運用及び剽窃探知オンライン

ツールの利用促進等により、研究不正の防止を図る。 

・各種研究支援業務を適正かつ確実に実施するとともに、

研究現場のニーズや要望等を踏まえ、業務改善・効率

化に取り組む。また、研究成果の最大化や職員等が働

き易い職場の環境整備のため、働き方改革にも取り組

む。 

・役職員が安心して「橋渡し」となる産学官連携活動等

に取り組めるよう、利益相反マネージメントを実施す

る。マネージメント対象を国、研究所等の施策に沿っ

たものにするためにその動向を把握し、特に臨床研究

に係る利益相反マネージメントを確実に実施する。 

・内部監査として、研究ユニットごとの包括的な監査及

び個別業務等に着目したテーマごとの監査を効率的・

効果的に実施する。 

・監事監査が効率的・効果的に行えるよう監事への情報

の提供等必要な支援を行う。 

・平成28年度の制度見直しに基づいた研究記録制度の

実施状況を把握し、制度の確実で安定した運用を図る。

また、不断に制度の改善・見直しを講じる。 

 

3．情報セキュリティ対策等の徹底による研究情報の保

護 

・外部の専門家を情報セキュリティ委員会の委員として

委嘱し、その知見を活用し、情報セキュリティ対策を

検討・実施する。 

・「政府機関の情報セキュリティ対策のための統一基準

（以下、「政府統一基準」という）」に準拠するため、

平成28年7月に全面改訂した情報セキュリティポリシ

ー（情報セキュリティ関連規程類）について、政府統

一基準が一部改訂（平成28年8月）されたことに伴い、

再改訂を行う。 

・全役職員等を対象として情報セキュリティ研修及び定

期セルフチェックを実施し、情報セキュリティの脅威

と対策方法を周知徹底する。 

・外部専門機関（情報セキュリティ監査企業）による情

報セキュリティ監査を実施し、各部署が実施している

情報セキュリティ確保のための取り組み等について改

善を促す。 

・「サイバーセキュリティ戦略について」（平成27年9月

4日閣議決定）を踏まえ、高度サイバー攻撃対処のた

めのリスク評価を行ったうえで、対策導入計画の策定

を進める。 

・平成28年度に構築を進めたアクセス制御・認証基盤

を円滑に稼働し、重要な機密情報の保護を図る。 

 

4．内部統制に係る体制の整備 

・「独立行政法人の業務の適正を確保するための体制等

の整備」（平成26年11月28日付け総務省行政管理局長

通知）等で通知された事項を参考にしつつ、内部統制

に係る所内体制の整備を進める。 

 

5．情報公開の推進等 

・法令等に基づく開示請求対応及び任意事項の情報公開

を適切かつ円滑に実施する。 

・個人情報の適切な取扱いを確保するため、部門等に対

する点検及び監査を実効的かつ効率的に実施する。 

・個人情報保護に関する職員の理解を増進するため、セ

ルフチェック及び e-ラーニング等を活用した周知徹

底を行う。 

 

6．施設及び設備に関する計画 

・産総研施設整備計画（平成29年度版）を策定し、同

計画に基づき施設及び設備の整備と、老朽化した施設

の閉鎖・解体を進める。 

・平成28年度2次補正予算で実施する、人工知能に関す

るグローバル研究拠点整備事業における新営棟建設
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（柏・臨海）及び老朽化対策（研究廃水処理施設改

修・空調設備改修）を着実に推進するとともに、推進

にあたってはエネルギー効率の高い機器を積極的に採

用する。 

 

7．人事に関する計画 

 

8．積立金の処分に関する事項 

 

《別表1》 第4期中長期目標期間において重点的に推

進する研究開発等 

 

1．エネルギー・環境領域 

1‐（1）新エネルギーの導入を促進する技術の開発 

・Si 型太陽電池については選択マスクによる新規イオ

ン注入プロセスを用いたセルの高効率化を進める。モ

ジュールの3つの劣化モード（物理的・機械的劣化、

化学的腐食劣化、電圧誘起劣化）を究明し、当該分野

の学術的深耕を図るとともに信頼性向上に結び付ける。

また、企業との共同研究により、高付加価値の太陽電

池モジュールを開発する。CIGS 系太陽電池について

は、傾斜組成の最適化や界面高品質化などによる高性

能化とともに、信頼性向上に向けた劣化機構の解明に

継続して取り組む。 

・スマートスタック技術について、Si または CIGS を

ボトムセルとする異種接合太陽電池の変換効率向上を

図るとともに、4インチ相当程度に大面積化するため

の実装技術、素子寿命30年を目指した高信頼性技術

開発を行う。低コスト III-V 族トップセル用の H-

VPE 装置に関しては、成膜技術のさらなる高度化を

行い、GaAs セル効率15 %、InGaP セル効率8 %を目

指した研究開発を行う。 

・大型 PCS のより一層の高機能化によって太陽光発電

の大量導入時でも電力システムの安定化を図るため、

次世代 PCS（スマートインバータ）の機能検証と試

験方式の開発、モニタリング技術の改良を行う。 

・深部超臨界地熱資源利用ギガワット級発電技術の開発

に関して、本法による大規模発電の蓋然性、および技

術的、社会的可能性について検討を開始する。それと

同時に臨界岩体内で発生する現象のシミュレーション

と超過酷地熱環境下で使用可能な素材の評価と開発を

行う。東北主要地域において高精度な地中熱ポテンシ

ャルマップを作成するために、水文地質データのコン

パイルを行うと共に、代表地点において地質調査や熱

応答試験を実施し、データの評価と解析を行う。また、

仙台平野のポテンシャルマップ（暫定版）を作成する。 

 

1‐（2）エネルギーを高密度で貯蔵する技術の開発 

・再生可能エネルギーシステム構築について、大型アル

カリ水電解実証機のデータを蓄積することによる水電

解予測モデルの精度向上、および MCH 製造予測モデ

ルと連結したシミュレータ構築に取り組む。MCH 製

造技術についても、MCH 生成反応器シミュレータを

拡張し、水電解予測モデルを含む他モデルと連結させ

ることで MCH 製造システムの動的最適化とその具体

化を進める。また MCH 利用技術の実証に向け、利用

技術や経済モデルの具体化を進める。ゼネコンとの共

同研究において、構築した再生可能エネルギーを用い

た水素製造、貯蔵、利用を含むエネルギーマネージメ

ントシステムを、建物等で利用を想定した制御手法を

開発し、実証する。アンモニア合成について、合成プ

ラントの建設を進め、プラント運転に向けた触媒開

発・性能評価、工業製造法の確立に取り組む。アンモ

ニアガスタービン技術について、マイクロガスタービ

ン排気のクリーン化を目指し、燃焼器テストリグを用

いてガスタービン燃焼技術の開発に取り組む。ギ酸に

ついて、ギ酸からの連続水素発生の耐久性の向上を図

る。 

・ガソリン車並みの走行距離となる電気自動車の実現の

ために、高エネルギー密度かつ高出力な二次電池開発

が不可欠である。リチウムイオンと比較して電解液中

でのイオン伝導性が高いナトリウムイオン系では、高

出力密度電池への展開が期待される。そこで、ナトリ

ウムイオン電池の充放電時における反応機構の電気化

学的手法や分光学的手法等による解明や新規材料合成

法の検討を通じ、高出力デバイスを実証し実現の方針

を得る。また、有機物を電極材料として用いた電池デ

バイスの実証並びに反応機構の解明を通じて、高出力

とレアメタルフリーが両立する二次電池の設計指針を

得る。 

 

1‐（3）エネルギーを効率的に変換・利用する技術の

開発 

・先進的なパワーエレクトロニクス技術の確立に向けて、

SiC デバイス/パワーモジュールの量産技術について

民間企業と共同研究を行う。西事業 SCR 棟の6イン

チ対応最先端 SiC パワーデバイス量産試作ラインに

おいて、ダイオード、MOSFET の量産試作を行い、

外部機関への提供を開始する。トレンチ型電界効果ト

ランジスタでは、耐圧1.2 kV、50 A 級デバイスでオ

ン抵抗2 mΩcm2、閾値電圧5 V を目指す。パワーモ

ジュールにおいても、世界最高水準のスイッチング損

失性能を持つ50 kHz 級の高速動作の2in1モジュール

の高温化対策を行い150 A の大容量化モジュールにお

いて Tjmax=200 ℃を目指す。また、この高温対応高

性能モジュールを応用企業に提供し、新たな次世代パ

ワエレ機器応用の開発を進める。 

・SiC 次世代パワーエレクトロニクス実現に向けて、

SiC ウェハ、SiC デバイス、SiC モジュールの各技術

領域で各要素技術の高度化とそれらの総合的評価を進
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める。ウエハでは、積層欠陥のない n 型・p 型ウェハ

で基底面転位密度300個 /cm2以下、4インチ厚エピ

（250 m、n-エピ/n+ウェハ）で反り値20 m 以下を

目指す。また、高耐圧デバイス用エピウェハの高品質

化（低劣化因子）とライフタイムの制御範囲拡大を目

指すとともに開発技術の融合による実用化検討を進め

る。デバイスでは、スーパージャンクション構造によ

る耐圧6.5 kV の実現、20 kV IGBT の安定作製を目

指すとともに、高圧 PiN ダイオードでの再結合促進

層効果を確認する。モジュール開発では、平成28年

度に決定したモジュール構造の信頼性評価（高温放置

1000時間、－40～250 ℃温度サイクル試験1000回）

を実施し、実装動作時の課題を抽出する。また、信頼

性試験データの蓄積・検討から、加速劣化条件を解明

する。 

・ダイヤモンド、GaN 等、将来実用化普及が期待され

るワイドギャップ半導体の材料・デバイス化技術を開

発する。ダイヤモンドでは、実用的ウェハ実現に向け、

CVD 合成装置の結晶保持機構の改良で、クラックの

ない厚さ1 cm を超えるバルク単結晶を作製する。1 

cm2級内製ウェハを用いた pin ダイオードを作製し、

その特性評価を通じてデバイス化プロセス技術等にお

ける問題抽出を行う。GaN では、高耐圧縦型デバイ

スで必要なドーピング濃度制御技術（ドープ濃度1016 

cm-3台）、パワーIC などで必要な MOSFET のプロセ

ス技術、イオン注入技術の開発を進める。また、高耐

圧高機能 GaN パワーデバイスの実用化に必要となる

GaN 単結晶基板の信頼性評価技術に着手する。 

・国内自動車業界の産業競争力強化に向けて、クリーン

ディーゼル車向け等、高効率エンジン燃焼及び排気制

御の基盤技術を開発し、民間企業への橋渡しを推進す

る。平成29年度は、自動車用内燃機関技術研究組合

事業として、昨年度まで3ヶ年の研究開発を基にした

発展型研究開発を実施する。具体的には、「EGR 凝縮

水挙動解明およびデポジット堆積予測技術研究」では、

昨年度まで実施したデポジット生成メカニズムを基に、

化学分析等による凝縮水挙動の解明と、デポジット堆

積量予測に向けた堆積メカニズムの推定を実施する。

「噴射尿素からのアンモニア生成モデル構築研究」で

は、ラボ反応システムを用いて、SCR 触媒上に付着

した尿素のアンモニア、HNCO 等への分解反応速度

を求める。さらに、小型噴霧ノズルを用いた尿素水の

連続供給が可能なラボ反応システムで、SCR 触媒の

下流に生成するデポジットの分析を行う。燃料噴霧・

着火・燃焼に関する高度解析技術の開発を、戦略的イ

ノベーション創造プログラム（SIP）の「革新的燃焼

技術」や、民間共同研究等で継続して推進する。具体

的には、X 線技法による噴霧の詳細解析では、鉄ノズ

ル内部流の現象解明を可能とする計測技術の開発と、

エンジン開発に活用できる新たな噴霧予測モデルの構

築を実施する。また、着火技術研究では、プラズマ支

援燃焼実験で見られている効果に対して、化学種計測

や画像計測を実施してそのメカニズムを検討する。 

・国内産業振興に向けて、省エネルギー化に資する未利

用熱有効利用のための熱マネジメント技術を開発する。

NEDO の「未利用熱エネルギーの革新的活用技術研

究開発」の下で、電力、清掃等6業種の工場の高温固

体、温水からの排熱量を調査、モデル解析するととも

に、未利用熱の活用状況を調査分析する。熱電発電に

ついては、平成28年度に開発した耐久性に優れた接

合技術を、高性能熱電材料に適用し、モジュールの試

作と高効率発電実証を行う。また時間経過に伴う発電

性能の低下のメカニズムを解明し、耐久性の向上を目

指す。 

 

1‐（4）エネルギー資源を有効活用する技術の開発 

・メタンハイドレート資源からの天然ガス商用生産に向

けて、第2回海洋産出試験で使用する出砂対策技術に

関して、室内での循環試験等による評価を実施する。

さらに現場試験に関する事後解析による評価やコア解

析等を通して、モデル構築技術や生産挙動評価技術の

高度化等を行う。褐炭等の未利用炭化水素資源を高効

率に転換するガス化等のプロセス技術を開発するため、

800 ℃以下での廃プラスチックガス化の熱自立運転

を可能とする操作条件をシミュレーションにより探索

し、さらに従来とは構造の異なる新規な循環流動層装

置を提案、試作し、その効果を実験的に検証する。 

 

1‐（5）環境リスクを評価・低減する技術の開発 

・水質測定技術の開発に関しては、高汎用性の重金属類

測定技術の開発と、有害化学物質の生体影響評価の低

コスト・迅速・倫理許容化の基盤技術としての万能細

胞由来の動物細胞曝露試験系の確立、及び遺伝子等の

曝露応答関連生体物質の検出法を検討する。微生物を

利用した廃水処理システムに関しては、産業・環境ニ

ーズの高い廃水種の処理高度化に係る研究開発を引き

続き行う。廃水に含まれる有用微生物群を経時的に追

跡する技術を開発・利用することで、高効率処理に向

けた提言・道筋を示す。水質制御では、途上国周辺地

域における飲料水の光触媒浄化技術、及びナノ材料を

用いた再生水の処理等の技術開発を行う。 

・都市鉱山技術によるレアメタルリサイクル等、資源循

環等対策技術を開発する。物理選別プロセスでは、多

様なプリント基板に適用可能な、各種選別装置の自律

制御を目指して、装置内粒子運動解析法の基礎を構築

する。また、製品データベースに登録する品目、機種

を拡充するとともに、2D、3D 画像解析を融合した廃

製品自動認識プログラムの開発とその装置化に着手す

る。化学分離プロセスでは、合金隔膜と溶融塩を用い

た元素分離法について昨年度確立した隔膜保持方法を
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適用した試験を行い、元素分離に適した条件を探索す

るとともに、希土類元素間の相互分離性向上を目指し

た配位子およびその固定化方法の検討、及び三価白金

族イオンの抽出挙動の解析を行う。また、ハロゲン系

難燃剤含有樹脂の熱分解では、生成物の脱ハロゲン化

および生成物組成に対する共存する金属や触媒の影響

を解明する。木質バイオマスや樹脂のガス化装置の運

転では、エネルギー回収効率の評価を行う。 

・安全管理政策に資するリスク評価研究では、ナノ材料

の動物試験方法の国際標準化へ向けたガイダンス案を

完成するとともに、セルロースナノファイバーの安全

性評価のための定量分析手法を開発する。また、エネ

ルギー物質や高圧ガスによる産業事故防止と被害低減

化のために、開発した現場保安チェックポイント集及

び検索ソフトを工場現場で実証する。また、火薬類取

締法施行規則の改正に貢献するため火薬類の種類によ

る爆発威力を定量化する。鉱工業のイノベーションを

支える評価技術の開発では、水素インフラ等を対象と

したリスク評価、並びに水素サプライチェーン等を考

慮したライフサイクル分析と導入可能性の分析を実施

する。さらに、ライフサイクル分析に用いるインベン

トリ DB 開発のアジア展開を図る。 

 

2．生命工学領域 

2‐（1）創薬基盤技術の開発 

・医薬リード化合物最適化技術の高度化・高速化のため

に、効率的なターゲット探索、ゲノム情報解析技術、

薬効・毒性評価技術の開発を行う。平成29年度は産

総研独自技術であるタンパク質アレイと IT 技術を融

合させた網羅的薬効解析技術の実証を進めるとともに、

産学官連携体制のもと培養細胞や身体・臓器モデルを

用いて精密な薬効・毒性評価を可能とする創薬基盤技

術の開発を行う。 

・がんや自己免疫疾患等の診断薬・治療薬の開発を目指

して、糖鎖、糖タンパク質、ペプチド等を活用した創

薬技術の開発を行う。平成29年度は糖鎖マーカー等

の探索と診断応用に向けた臨床的有効性を確認すると

ともに、治療応用を目指した糖鎖ターゲット探索に着

手する。また創薬支援ネットワークの一員として、次

世代天然物化学技術研究組合等を介して産業界での創

薬開発の支援を行う。 

・生体分子の構造と機能を明らかにすることにより、効

果的な薬剤開発を支援する基盤技術の開発を行う。平

成29年度は、創薬に資するナノイメージング技術の

開発、タンパク質の精密立体構造解析と高効率な化学

合成技術を融合させた低分子医薬探索、及び抗体医薬

品製造の標準化を推進する。 

 

2‐（2）医療基盤・ヘルスケア技術の開発 

・幹細胞等を用いた再生医療技術の基盤技術開発を目指

して、幹細胞等操作技術とそのための医療機器技術の

開発を行う。平成29年度は産総研の有する RNA ベク

ターの高度化、幹細胞の品質管理技術を向上させ、こ

れらの産業界への技術移転を図る。 

・健康状態や疾病の早期・簡便な評価法の開発を目指し

て、健康評価のためのバイオマーカー探索と評価デバ

イスの開発を行う。平成29年度は、遺伝子解析など

を用いた高速かつ安価にがん、感染症などの疾病を診

断する技術を開発する。また、引き続き医療機器等の

品質・有効性・安全性等に関する標準化・ガイドライ

ン化を進めるとともに、医療機器支援ネットワークの

一員として産業界での医療機器開発の支援を行う。 

 

2‐（3）生物機能活用による医薬原材料等の物質生産

技術の開発 

・効率的な物質生産技術の構築を目指して、遺伝子組換

えとゲノム編集技術を活用した生物による物質生産技

術の開発を行う。平成29年度は、スマートセルイン

ダストリーを実現する基盤技術開発を目指して、植物

の遺伝子操作技術と特殊栽培技術を融合した高効率な

有用物質生産技術の開発に取り組む。さらに、微生物

の代謝系改良により物質生産に資する有用微生物の開

発を行う。またゲノム編集の基盤技術開発を進めると

ともに、ニワトリなどを対象とし実用化を目指した応

用研究を進める。 

 

3．情報・人間工学領域 

3‐（1）ビッグデータから価値を創造する人工知能技

術の開発 

・現在は神経科学的現象を説明する自然科学的モデルに

とどまっている脳型人工知能については、工学応用可

能な機械学習アルゴリズムの形に統合した情報処理技

術として完成するとともに、有用性を実証することを

目指す。平成29年度は脳型人工知能の大規模データ

への適用を目指してスケーラブルなアルゴリズムを開

発する。 

・データ知識融合人工知能については、連続値と離散値

の組み合わせや時間的変化をともなう実世界のデータ

と知識を融合するための新しい確率モデリング技術の

研究開発を実施する。平成29年度はテキストや画像

などの多様なデータを統合するための手法の開発を進

め、プロトタイプを構築する。実世界から収集したベ

ンチマークに適用して評価・検証を実施する。 

・人工知能の先端的な要素技術をモジュール化した先進

中核モジュールと、それらを統合し、人工知能の多様

な応用に迅速に適用するための次世代人工知能フレー

ムワークの研究開発を実施する。平成29年度は、観

測・データ収集、認識・モデル化・予測、行動計画・

制御、自然言語処理、の各要素機能モジュールのプロ

トタイプを構築する。4種類以上のタスクに適用して
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評価・検証を実施する。 

 

3‐（2）産業や社会システムの高度化に資するサイバ

ーフィジカルシステム技術の開発 

・生産現場、生活場面での人間行動センシング技術と、

それを通じて得られる実世界ビッグデータを集約、分

析し、製品の価値向上、サービスの生産性向上に繋げ

る統合クラウド技術を開発する。平成29年度は歩行

者自律測位技術（PDR）を車輪ベースの移動体に拡

張することで適用範囲を拡大するとともに、PDR と

全身姿勢推定に基づいた人間行動センシング技術を開

発し、移動距離比2 %以下の測位性能を実現する。人

間計測結果に基づくサービスシミュレーションクラウ

ド基盤を整備し、企業連携やライセンス提供に繋げる

ことを目指す。 

・安全なサイバーフィジカルシステムの実現を目指し、

演算性能や電力に制約のある大量のエッジデバイス上

でも実用的な速度で処理が可能な暗号技術と、それを

用いたプライバシ保護や認証技術に関する研究開発を

実施する。RSA 暗号等の従来技術では、効率性、機

能性、安全性のいずれも不十分であり、格子問題等の

数学的構造に基づき、エッジデバイスに適した軽量で

高機能な暗号・認証技術の実現を目指す。平成29年

度は、前年度までに設計を行った関数暗号や匿名認証

等の高機能暗号についてより詳細な安全性評価を進め

る。特に、多くの高機能暗号の安全性の根拠となる格

子問題に関する厳密な困難性評価を行う。また、得ら

れた結果に基づき前年度までの成果を発展させ、格子

問題に基づく効率的な関数暗号などを設計する。 

 

3‐（3）快適で安全な社会生活を実現する人間計測評

価技術の開発 

・自動運転システムの実用化に向けて、自動運転中のド

ライバー状態の評価手法の開発と、自動運転モード間

の遷移を適切に行う HMI の開発を行う。平成29年度

は、ドライバー状態と自動から手動運転への遷移時間

の関係を評価し、ドライバー状態の維持とより適切な

モード遷移のための HMI を検討する。 

・健康起因事故撲滅に向けて、ドライバの体調急変検出

を目指した研究開発を行う。平成29年度は、筑波大

病院・東大・コンソーシアム参加企業と協力して、て

んかん・脳卒中・心疾患の発症時のドライバ状態を特

徴づける生体信号や行動学的変化の計測データを収集

するとともに、次年度以降の構想を立案する。 

・運転の楽しさ（ドライビングプレジャー）の生理指標

による定量化の研究を行う。平成29年度は、シミュ

レータや実車（テストコース）における生理計測デー

タを集約し、運転の楽しさの評価方法を確立する。ま

た、操作に対する機械的なサポートが楽しさに与える

影響を検討し、資金提供型共同研究による成果の橋渡

しを進める。 

・高齢者が自らの残存機能を維持、増進して自立移動が

できるようにするために、装着型センサで歩行・走行

機能を計測、評価して可視化する技術を開発する。平

成29年度は、現場でのデータ計測から独自開発指標

を計算して提示する一連の技術を3箇所以上の現場に

適用し、歩行評価技術の実証を行う。また、下肢切断

者用の義足についても、2社以上の企業と連携し、現

場と実験室での評価を行うことで、デザインのブラッ

シュアップを行う。また、スポーツ用義足の認証・標

準化活動にも取り組む。 

 

3‐（4）産業と生活に革命的変革を実現するロボット

技術の開発 

・力学モデルに基づいてロボット介護機器の設計を支援

する技術、IoT 技術を用いて効果を評価する技術を開

発し、実証評価を行う。ニーズシーズマッチングに基

づいてロボット介護機器の改良開発を支援する。サイ

バネティックシステムの安全評価技術の開発を行う。

座り乗り型移動ロボットの公道実証実験を実施し、安

全検証を行う。ロボットソフトウェアプラットフォー

ムの開発と、産業用ロボットへの応用を検証する。 

・画像センシングおよびパターン認識に関する技術をコ

アコンピタンスとし、高度な空間情報取得・理解技術

を構築するための目的基礎研究を行う。平成29年度

は、空間情報センシング技術に関して、従来の可視光

の2次元または3次元計測という枠を超え、ハイパー

スペクトルデータ（紫外域から赤外域まで連続的に含

むデータ）やライトフィールドデータ（空間全体の光

情報を4次元で捉えたデータ）を取得・処理するフレ

ームワークを構築する。 

・ドライバー不足やコスト抑制に対応し、過疎地域や交

通弱者への移動手段として期待されている自動走行技

術を活用した新たな移動サービスである端末交通シス

テムの社会実装を目指し、必要な技術開発、社会受容

性や事業面の検討等を行う。平成30年度には、実際

に端末交通システムが求められている地域の環境で実

証評価を予定している。平成29年度は、小型カート

を用いた遠隔操縦等を含む自動走行技術のテストコー

ス上での評価や安全性等の検証を実施し、平成28年

度に公募選定した実証地域に合わせた事業モデルやシ

ステム構成の構築検討を進め、実地域において一部の

技術検証を実施する。また、関係省庁と連携して制度

的取扱について検討を行う。 

・大型構造物の生産現場における過酷環境での作業に対

応するロボットシステム実現のために、これに必要な

ロボット技術を CNRS、AIRBUS と共同で開発して

いる。平成29年度は、多点接触動作制御技術として、

複数の姿勢を並列に考慮するロバストな動作計画手法

と、二次計画や優先度付きタスクなど異なる手法を統
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合する制御手法を開発し、全身動作によるレンチによ

るボルト締め作業、ブレーカのスイッチの点検作業、

ケーブル取り付け作業などに適用する。 

 

4．材料・化学領域 

4‐（1）グリーンサステイナブルケミストリーの推進 

・エポキシ前駆体合成のハロゲンフリー化に向けて、ハ

ロゲン化アリルを用いないアリル化を検討する。 

・酵素の改変や微生物の育種・改良を継続し、バイオベ

ース化学品（D-アミノ酸、バイオ界面活性剤等）の

合成の高効率化を推進する。セルロースナノファイバ

ーによる樹脂やゴムの高性能化技術の確立に向け､ナ

ノファイバーの特性・構造が、複合材料の物性や成形

加工性へ与える影響を検証する。 

・高機能な有機ケイ素部材の製造プロセスを実現するた

めの触媒技術及び触媒プロセス技術に関し、従来の白

金触媒では達成が困難な官能基を有する基質のヒドロ

シリル化に有効な触媒を見出す。 

・レブリン酸エステル合成については、実用化を視野に

入れて、各種含セルロース原料への応用を検討すると

ともに、触媒のさらなる高性能化を目指す。また、リ

グニン由来生成物の精密な分析を行ない、その機能性

を検討する。レブリン酸を起点とした新規反応の開発

を行う。 

・化学材料の多様化・高付加価値化に向け、新規ナノカ

プセルの用途開拓、粘接着剤の部材化、液晶を基盤と

するセンサーの特性検証等を進める。また、これまで

の材料評価技術を展開し、実材料の特性把握や劣化構

造の解析に取り組む。 

 

4‐（2）化学プロセスイノベーションの推進 

・高効率で精密制御を可能とするマイクロ化学プロセス

の構築を目指し、マイクロ波加熱技術においては、大

容積照射手法をシステム化することにより、長時間の

連続運転と製造が安定して可能なプロトタイプ機開発

を行う。また、ギ酸から高圧水素を連続的に発生させ

る要素技術での水素発生プロセスの省エネ化を進める

ため、プロセスのエネルギー収支の最適化検討を行う。 

・粘土膜等との材料複合化技術に基づいた分離・遮蔽特

性を制御する技術開発を目指し、耐熱性ガスバリア膜

材料の連続生産プロセスで製造した開発素材について

加速劣化試験を実施し、膜特性の大幅劣化を抑制する

ための材料の最適化を進める。 

・高シリカチャバザイト長尺膜の高機能分離膜において、

支持基材や合成条件等の最適化条件を用いることによ

り、量産化へ向けた課題を抽出し、その解決を図る。

また、膜分離プロセスの最適化へ向け、分離膜モジュ

ールを開発する。 

・混合ガス系での高い透過速度と水素純度のスペックを

満たす水素精製用炭素膜として、選択性を維持したま

ま、膜性能の長期安定性や耐久性を付与した炭素膜を

開発する。さらに、膜メーカーにおける炭素膜の量産

化技術開発支援を行う。 

・高機能相界面の創成による新しい反応・分離プロセス

の提案を目指し、物質の吸着と移動特性を制御可能な

界面活性や触媒性能等の評価手法を高度化するととも

に、新たに見出した特異相界面の機能向上や用途開拓

を行う。また、相界面制御により、ナノ多孔質材料の

機能向上を目指す。 

 

4‐（3）ナノカーボンをはじめとするナノ材料の開発

とその応用技術の開発 

・前年度までに確立したビーズ基板を用いた単層カーボ

ンナノチューブ（CNT）量産技術をさらに発展させ、

さらなる低コストで単層 CNT を産業界へ提供可能と

する次世代合成技術の開発およびそのスケールアップ

検証を実施する。 

・カーボンナノチューブ（CNT）の特性を最大限に生

かせる応用として重要な CNT/ゴム・樹脂複合材料に

ついて、ゴム・樹脂中での CNT の最適な分散状態及

び分散方法を探求する。CNT 複合材料の実用化に向

け、CNT/ゴム・樹脂複合材料の市場調査及び、それ

に伴う橋渡し実用化研究を行う。 

・グラフェンの応用開発に必要となる支持基板 h-BN の

CVD 合成技術を開発し、高移動度原子層積層技術を

開発する。また、単一構造 CNT の自動分離システム

の開発、および配向制御 CNT 超薄膜の作製技術の開

発に着手するとともに、eDIPS 法を利用した紡糸プ

ロセスを確立する。 

・カーボンナノチューブ（CNT）の特性を最大限に生

かせる応用として重要な CNT／ゴム・樹脂複合材料

および CNT 糸について、その構造を可視化する技術

を開発するとともに、特性との相関を見いだす。 

・光吸収法による CNT の細胞取り込み量評価法につい

て、国際標準化機構（ISO）において国際規格作成作

業を行う。 

・アンモニアおよびアンモニウムイオンを対象とし、吸

着による光学特性の変化などの新規機能付与や吸着容

量のさらなる向上など、基礎特性の改善を図る。また、

導電性高分子の熱電性能をさらに向上するための添加

剤の検討を行うとともに有機モジュールの出力密度を

設計の最適化でさらに1.5倍向上させる。 

・フィラーを充填した高分子材料の破壊力学応答や、

ThMn12型 Nd 系磁石化合物の磁気異方性等に関わる

計算シミュレーションでの順方向予測を行う。実験デ

ータに対応するスクリーニング情報をもとに、材料機

能、反応プロセスやマクロな流動・変形に関して、計

算シミュレーションを活用した順問題的な予測研究を

行い、実験研究に重要なスクリーニング情報を与える。 

・産総研独自の電子顕微鏡技術を活用し、低次元材料の
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原子レベル構造変化や個別分子の化学反応の解明を可

能とするイメージングと分光技術の開発を進める。ポ

リマーと金属など異種材料の接着界面を透過電子顕微

鏡を用いて精密に解析する。 

・本年度は、デバイス機能に対するシミュレーション技

術の開発とそのオーダーN 計算手法との融合による

大規模化や、高分子材料に対するスケーリング解析の

実施によるマルチスケールスキームの開拓等の基盤技

術開発研究をもとに、機能の直接予測手法とマルチス

ケールシミュレーション技術を更に開拓しつつ、機械

学習などの情報科学手法を援用した材料設計の為の基

盤技術の開発に着手する。 

 

4‐（4）新たなものづくり技術を牽引する無機機能材

料の開発 

・チタン酸バリウムナノキューブの市場開拓に直結した

量産プロセスを開発、三次元高次階層構造の形成のた

めのナノキューブ自体と界面の性質の定量化と精密制

御、自己組織化を利用した成形技術の開発に着手する。

粒径の揃った無機系微粒子の配列化技術、固定化技術

の開発を行い、それらを用いたコロイド結晶の作製を

試みる。産総研で開発した生体に安全なバイオコアシ

ェル粒子に関し、幅広い応用展開可能な基盤技術とし

て充実させることを目的に、新たな粒径制御技術を開

発する。 

・マイクロ SOFC 技術を水-二酸化炭素の共電解反応に

活用し、電気化学反応での高効率メタネーションが可

能な電解条件を見出し、反応セルのモジュール化技術

を開発する。さらに、実用化を目指したスケールアッ

プが可能な反応条件として、100 W 級スタックでの

実用レベル試験により検証、企業連携構築を促進する。

また、独自技術のセラミックセンサを含む複数センサ

とデータ解析を応用したヘルスケアデバイスの高度化

を行う。 

・Sm-Fe-N 異方性焼結磁石のさらなる特性向上と実用

化技術の開発を民間企業と共同で進める。特に界面制

御技術開発を行い焼結磁石の保磁力向上を目指す。ま

た、産総研にて開発した高保磁力を有する Sm-Fe-N

微細粒子を実用化技術に繋げるためのプロセス開発を

民間企業と共同で行う。 

・セラミックコンプレッサの根幹技術であるプロトン導

電性電気化学セルについて、連携体制を構築する。二

酸化炭素との反応耐久性とプロトン導電率のトレード

オフを解消するとともに、新たにプロトン導電系電極

設計指針を構築する。これら技術を25平方センチメ

ートル以上の実セルサイズに展開し、実用化技術開発

を見通す端緒となる基盤技術として確立する。 

・磁気熱量材料の安定性向上に加え、磁気冷凍システム

開発を民間企業と共同で行う。また、エントロピクス

材料の部材化プロセスを推進する。 

4‐(5) 省エネルギー社会構築に貢献する先進構造材料

と部材の開発 

・開発した難燃性マグネシウム合金押出材の信頼性（疲

労特性、難燃性、応力腐食特性）を調べるとともに、

各種信頼性に及ぼす組織や組成の影響を明らかにする。

アルミニウム合金ではアスペクト比が2以上の実用ス

ラブへ適用可能な組織微細化技術を確立する。マイク

ロ波プロセスによる炭素繊維強化プラスチック成形で

は大型化を目指した易加工性で低熱浸透率のセラミッ

クス成形型を開発し、その型特性と高速成形性を検証

する。 

・連携先企業の戦略に沿ったタイミングでの流動成形品

の採用を目指し、共同研究先企業が川下企業へプレゼ

ン・評価を行うなかで生じる意匠性・デザイン要求に

対する課題の解決を図る。引き続き、生産性を高める

製造技術開発を行う。 

・断熱材開発においては高強度と低熱伝導率の高度な両

立を可能とする組織設計を行うとともに、耐熱性向上

のための課題を抽出する。メタライズ放熱基板では、

過酷な温度サイクル試験に対応した動的疲労試験の条

件を確定する。セラミックス3D 造形法では、実用部

材を模擬したステージ形状を有する部材の試作を行う。 

・生活環境温度領域における熱エネルギーを制御する断

熱性、遮熱性等のダイナミックな制御が可能となる新

規材料の窓部材化技術、高信頼性化技術を確立し、実

用化に向けて共同研究を推進する。 

 

5．エレクトロニクス・製造領域 

5‐（1）情報通信システムの高性能化および超低消費

電力化技術の開発 

・相変化メモリについては、企業との連携により高速大

容量ストレージ用の超格子型メモリの研究開発を進め

るとともに、クロスポイント構造で必要となるセレク

ター素子をメモリ材料と同種のカルコゲン化合物の超

格子材料をベースとして形成することを試みる。ロジ

ックデバイスについては、Ge フィンや遷移金属ダイ

カルコゲナイドをチャネルとした MOSFET を更に高

性能化するとともに、MOSFET の限界を超える低消

費電力デバイス実現に向けて、Si トンネル FET のデ

バイス構造最適化や負性容量 FET 用の強誘電材料開

発を行う。3次元集積については、5 m 以下の微細

なシリコン貫通電極構造の製造プロセスの構築を進

め、、その電気・応力特性を解析により明らかにする

とともに、300 mm ウェーハ積層の基盤技術開発を行

う。 

・半導体関連産業の振興に向けて、不揮発性メモリ

MRAM の高度化のための研究開発を行う。平成29年

度は、15 nm 技術世代の STT-MRAM のための超高

磁気異方性と後工程の耐熱性400 ℃を併せ持つ磁気

抵抗薄膜を開発する。また、ImPACT プログラムの
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枠組みで電圧トルク MRAM の基盤技術を開発し、電

圧書き込みのエラー率10-5（エラー訂正なし）、10-10

（エラー訂正あり）を実証する。さらに、スピントロ

ニクス技術を用いた高周波素子の基盤技術開発では、

70 GHz 以上の高周波数で動作する検波素子を開発す

る。これらの技術開発により、国内企業の事業化に向

けた研究開発を支援する。 

・民間企業等と連携しながらシリコンフォトニクス技術

の開発を進める。平成29年度は、平成28年度に引き

続き、文部科学省のイノベーション推進事業「光ネッ

トワーク超低エネルギー化技術拠点」の下で、ダイナ

ミック光パスネットワークの実運用を継続する。シリ

コンフォトニクススイッチは、特性改善を推進する傍

ら、同実運用において、シリコンフォトニクススイッ

チを用いた大容量伝送実験や遠隔医療応用実験などを

行う。前年度に設立した、波長選択スイッチ技術によ

る産総研ベンチャーの促進を図る。産総研コンソーシ

アム「PHOENICS」では、民間企業と連携してハイ

ブリッド集積デバイスの試作を継続するとともに、メ

ンバー企業に対して産総研 SCR でのシリコンフォト

ニクス・ファブを模擬した「試作トライアル」を実施

する。NEDO「超低消費電力型光エレクトロニクス

実装システム技術開発」プロジェクトの下で、シリコ

ン及びポリマー導波路による光エレ実装基板の改良試

作を進める。 

・量子アニーリングに関して、超伝導量子ビット回路作

製プロセスを構築して3量子ビット論理ゲートを作

製・評価するとともに、大規模集積に必須な超伝導は

んだバンプの作製を開始する。また、超伝導回路シミ

ュレータについて実機制御の物理パラメータを反映す

る等の機能追加を行い、8ビット級システムでの動作

を検証する。脳型情報処理に関しては、平成28年度

に引き続き、機能性酸化物を用いたアナログ型抵抗変

化素子の低消費電力化と信頼性向上に関する研究開発

を行う。具体的には、集積回路用低消費電力材料の開

発を進め、その最適化を行う。 

・単体素子による機械学習機能の実現に向け、スパイク

時刻依存可塑性（STDP）とリーク付き積分発火

（LIF）の両方の機能を示す酸化物チャネル電界効果

素子を開発する。強誘電トンネル接合による不揮発性

抵抗変化素子については、微細加工技術の開発に取り

組み、100 nm 以下の素子において抵抗変化メモリ効

果を実現する。また、新規透明電子デバイスの創生に

向け、従来の p 型透明半導体よりも移動度が1桁大き

く（＞1 cm2/Vs）、バンドギャップ可変な p 型酸化物

透明半導体の開発を目指す。 

 

5‐（2）もののインターネット化に対応する製造およ

びセンシング技術の開発 

・平成28年度に作成した基本フレームに基づき、各種

モデル間の関係分析技術を開発する。具体的には、レ

ジリエントな生産実施およびメンテナンスを目的とし

た、グラフモデル特徴量等を用いたエンジニアリング

知識の抽出手法の開発を行う。本件の具体事例として

は、半導体や高機能ガラスといった製品上の潜傷検知

について、プロセスファクタをモニタリングすること

で間接的に検知することを試行する。また生産ライン

の状況を可視化し、サイバー空間で最適化された結果

を作業指示として情報提供するシステムを開発する。

さらにこれまで工場内について検討してきたモデル化

の対象を工場間の連携まで拡張したサプライチェーン

のレジリエンス性評価を行う。 

・平成29年度は、NEDO プロジェクトのインフラ状態

モニタリング用センサシステム開発および次世代プリ

ンテッドエレクトロニクス基盤技術開発を中心に、圧

電 MEMS 自立発電振動検出デバイス、極薄 MEMS

ひずみセンサシート、ハイブリッドエレクトロニクス

フレキシブル通信モジュール等を試作し、これらを用

いたセンサネットワークシステムの社会実装および実

証試験を行う。また、構造物の検査技術として、500

画素超の超伝導アレイ検出器を備えた構造材分析シス

テムを実現するとともに、超伝導チップ及び室温信号

処理系の改良による多重読出回路の高速化と広帯域化

に着手する。 

 

5‐（3）ものづくりにおける産業競争力強化のための

設計・製造技術の開発 

・構想設計の道具として開発したデザインブレインマッ

ピング ver2.3とイメージシャワー及びブレインスト

ーミングシステムのプロトタイプを、構想設計コンソ

ーシアム及び関係公設研での各種検証を通して進化さ

せると共に、デザインブレインマッピング手法として

の体系化を行い、普及活動及び事業化探索の手段とし

て書籍化準備を行う。 

・任意箇所設置型の次世代情報端末機器として期待の高

いフレキシブルデバイスを、高効率・高生産性、カス

タマイズ生産する技術として、印刷法を駆使してデバ

イスを製造する印刷フレキシブルデバイス製造技術を

開発する。平成29年度は、オンデマンド印刷製造技

術、伸縮性フレキシブル IoT センサ、透明フレキシ

ブル材料の開発に取り組み、寸法忠実性2 m 以下の

平版印刷製造技術、100 %伸長させた際の性能変動が

10 %以内に収まるストレッチャブルセンサ技術、1 

m 以下の高空間分解能を有する微視的評価解析技術

を開発する。 

・多品種少量生産向けのミニマルファブ技術につき、平

成28年度に開発を進めた小型イオン注入装置、CVD

装置、および、パッケージ工程について、デバイスプ

ロセスへ適用できるレベルに完成度を高める。また、

昨年度までに開発してきた CMOS 回路や MEMS 系
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センサー技術の高機能化のために配線技術を含む集積

プロセス開発を進めるとともに、新材料を使った独自

デバイスの開発をミニマルファブを活用して加速する。 

・積層造形技術について、平成28年度の成果を基に、

材料の供給及び溶融凝固現象に対するモニタリングに

より現象の解明と加工状態の評価を行い、プロセスの

高度化と適用材料の多様化を目指した技術開発を行う。

さらに、他加工との複合加工技術開発により積層造形

の応用分野拡大に寄与する。加えて、現在既に進行し

ている国プロでの開発及び企業との橋渡し共同研究を

進め、引き続き成果の実用化と新たな応用展開を図り、

プロジェクト終了後の展開を検討する。 

・電解レーザ複合加工用加工液を検討する。産業応用へ

の課題である加工速度を向上させるため、加工液を最

適化し，速度を現状の5倍（企業からの要望）に向上

させることを目指す。また開発した細管加工用電解レ

ーザシステムにより脳血管治療を想定した極細ステン

トの試作を行う。電磁成形を用いた複合加工に関して、

プレスとの複合化による成形の実証と加熱機構との複

合加工法を開発することで難加工材の成形や接合を効

率的に行う条件を検討し、複合化の有用性を明らかに

する。 

 

5‐（4）多様な産業用部材に適用可能な表面機能付与

技術の開発 

・エアロゾルデポジション法では、出口戦略として、エ

ネルギー関連部材では Li 蓄電池のプロトタイプ試作

を、構造部材応用、医療部材応用では、部材軽量化の

ための樹脂材のグレージングや義歯インプラント関係

のプロトタイプ試作を行う。光 MOD では、スマート

ウインドウ、電子部品、センサ、光触媒などの実用化

を目的として、新材料開発、各種樹脂・多孔質基材上

への成膜と性能評価を行なう。また光化学修飾法では、

性能向上や新規応用展開を目的とした新規分子接合剤

を開発する。 

 

6．地質調査総合センター 

6‐（1）地質調査のナショナルセンターとしての地質

情報の整備 

・中長期的に取り組んでいる地質図幅未整備区画の解消

をめざし整備を行う。20万分の1地質図幅の改訂およ

び5万分の1地質図幅の整備について、重点化した地

域を中心に調査研究を実施し、5万分の1地質図幅4図

幅（4区画）の出版を行う。平成28年度に試験公開し

たシームレス地質図 V2（次世代シームレス地質図）

を正式公開する。次世代シームレス地質図では、凡例

の階層化による利便性の向上とともに、最新の地質情

報に基づく改訂を行う。衛星リモートセンシング

ASTER センサを運用し、衛星情報の配信提供サービ

スを強化する。 

・日本周辺の海洋利用促進のため、石垣島周辺海域の海

洋地質調査の実施、および海洋地質の知的基盤情報の

整備を行う。また、日本周辺海域の海底鉱物資源調査

による鉱物資源の成因及び資源賦存ポテンシャルの情

報整備、そのための技術開発を行う。 

・安心安全な社会活動を支えるため、伊勢湾・三河湾沿

岸域の陸域及び海域の地質・活断層調査を実施する。

また、房総半島沿岸域の海陸シームレス地質情報集の

公開を行う。千葉県北部において実施してきた調査結

果をもとに地質地盤図をとりまとめ公表する。また東

京23区域の地質地盤図調査を実施する。 

・昨年目標（15人）と同数以上のリサーチアシスタン

トを採用し、「地質の調査」ができる人材に育成する。

イノベーションスクールでは、関連業界とも連携しつ

つ、社会で即戦力となる地質技術者を1名以上育成す

る。 

 

6‐（2）レジリエントな社会基盤の構築に資する地質

の評価 

・ 地質災害に強い社会を構築するために、陸域4断層

帯・海域1断層帯の5地域以上の活断層調査、南海ト

ラフや千島・日本海溝沿いなど日本列島沿岸の5地域

以上で地震・津波履歴調査を行い、政府関係機関へ情

報を提供する。関東地域のテクトニックマップについ

て、結果のテクトニックな意味の解釈を進めるととも

に、他地域のテクトニックマップ試作に着手する。関

東地域の基盤構造の解明を進めるとともに、地震に伴

う3次元的地盤変形予測および地震動予測の信頼度向

上を目指す。また、南海トラフの深部すべり等のモニ

タリングおよび深部すべり履歴データ整備の継続と高

度化を行う。 

・地質災害リスクの軽減のために、防災上重要な3火山

以上で火山地質図作成の調査を進め、噴火履歴解明に

関わる年代測定を行う。大規模噴火に関わる噴火履歴

情報整備のため、阿蘇・姶良等の大規模噴火火山の活

動履歴の解明、構造調査を進めるとともに、大規模噴

火推移のデータベース構築を進める。噴火推移評価手

法開発のため、噴火・脱ガス過程、マグマ供給系の発

達過程、マグマ活動を規制する地殻活動の解明を行う。 

・国（規制庁）の放射性廃棄物処分事業への対応方針の

変更を受け、検討課題について再検討を行い、具体的

な取りまとめに向けた作業を開始する。具体的には、

光ルミネッセンス年代を用いた変動地形学的手法によ

る隆起・侵食活動の定量化手法の改良を引き続き実施

し、力学解析による断層活動性評価手法の確立に向け、

活動性と断層パラメータとの関連性についても検討を

進める。また、深部流体活動の原因、分布、上昇メカ

ニズムの解明、および沿岸域の長期地下水変動予測の

ための水文地質学的モデルの精緻化と解析を行う。 
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6‐（3）地圏の資源と環境に関する評価と技術の開発 

・南ア希土類資源について、選鉱試験を通じて開発可能

性を評価する。米国等の新規レアメタル資源に関する

基礎情報を収集する。鉱物資源探査を支援する岩石・

鉱物に関する物性情報やデータベースを整備する。国

内窯業原料の枯渇対策に向けて低品位鉱の有効利用に

関する技術開発を行う。粘土鉱物等の機能性鉱物材料

の吸着性能評価および工業的利用に関する実用的な技

術開発を継続し、民間企業への知財実施許諾に向けた

検討を実施する。表層型メタンハイドレートの開発対

象海域の抽出に向けた海洋調査の実施、および非在来

型を含む燃料資源鉱床の成因解析、資源量評価手法の

開発を行う。山形県内の油田や東部南海トラフにおけ

るメタン生成微生物の特徴を明らかにする。超臨界地

熱資源等の未開発地熱資源量評価法の検討、東北にお

ける1地域以上での地中熱ポテンシャルマップ作成等

を行う。 

・モニタリング技術の開発では、引き続き、苫小牧

CCS 実証試験サイトにおいて圧入時の高精度重力モ

ニタリングを実施するとともに、実用化に向けた並行

観測法の検討と、信号抽出に有効と期待される鉛直配

置並行観測の FS としての室内実験を実施する。また、

CO2長期挙動予測のための地化学的評価技術、およ

び地層安定性評価のためのジオメカニックモデリング

技術の開発を行う。幌延沿岸域に加えて駿河湾地域等

おけるボーリング調査や海底湧出地下水調査の結果を

総合的に取りまとめ、陸域から海域へ連続する地下水

流動解析や長期安定領域判定等を通じた沿岸域地下水

環境の評価を継続する。 

・土壌汚染に係る計測・対策およびリスク評価技術の高

度化と国際展開を促進し、新規法規制汚染物質である

クロロエチレン等の分解と評価技術の開発等を行う。

近畿または関東地方の表層土壌評価基本図の整備に向

けた調査を実施する。また、鉱山開発に伴う土壌汚染

評価への物理探査技術の適用研究を進める。水循環基

本計画を視野に入れ、大阪平野、新潟平野等の水文環

境図の編集を進める。さらに、地下水データベースの

整備、工業用地下水資源の開発と安定供給に資する調

査・情報発信を継続する。 

 

6‐（4）地質情報の管理と社会利用促進 

・地質の調査業務において取得・整備された地質情報や

地質標本について、組織成果物としての体系化の下で

標準化を含めた品質管理を行うとともに、成果の1次

データのアーカイブ管理を研究記録管理の一環として

進める。 

・体系化した研究成果を組織出版物として発行するとと

もに、電子化・標準化を計画的に推進する。公式ウェ

ブサービスへのコンテンツの追加・更新を進め、オー

プンデータとしての配信を促進する。地質標本館の展

示改修を行い、幅広いユーザー層に向けた展示の最適

化を進める。 

・地質情報の利活用に関するユーザーニーズおよび社会

の動向の把握を行うとともに、公式ウェブサイトや地

質標本館、アウトリーチ業務ならびに関係各機関との

連携を通じ、社会における地質情報の二次利用促進を

進める。 

 

7．計量標準総合センター 

7‐（1）計量標準の整備と利活用促進 

・物理標準については、気体高圧力、電界強度、低温温

度計、放射性表面汚染等の物理標準の開発・範囲拡

張・高度化等の整備を知的基盤整備計画に沿って行う。 

・標準物質については、既存標準物質の安定性評価を行

い供給を継続するとともに、知的基盤整備計画に沿っ

て材料評価のための標準物質を開発し、併せて水道法

等の規制に対応した基準物質の開発並びに特定標準物

質の濃度校正方法の開発を行う。 

・定量 NMR については、有機化合物の純度評価手法と

しての発展を目指した国際度量衡局（BIPM）との共

同研究を継続し、トレーサビリティ体系構築のための

基準物質の開発・更新を行う。併せて、本法の国際同

等性確立に向けた国際度量衡委員会物質量諮問委員会

（CCQM）における国際比較を幹事として実施する。 

・X 線結晶密度法によって測定してきたアボガドロ定数

についてのデータを総合的に評価し、キログラムの新

しい定義に用いるためのプランク定数の決定に貢献す

る。光格子時計については、レーザー光源の堅牢性を

強化するなどした、長期連続運転に適したイッテルビ

ウム光格子時計を開発する。 

 

7‐（2）法定計量業務の実施と人材の育成 

・特定計量器の基準器検査、型式承認試験等については、

効率的な実施に取り組む。また、自動はかりを新規に

特定計量器に加えるための検討を進め、必要となる技

術基準及び型式承認、検定・検査体制の整備を行う。

現行の国内技術基準である JIS を ISO/IEC を基本と

する国際基準に整合するよう、改正作業を行う。 

・計量教習、計量講習、計量研修を計20回以上実施し、

法定計量技術に関わる人材育成を行う。 

 

7‐（3）計量標準の普及活動 

・計量標準の利用を促進するため、情報提供及び講習・

技能研修活動の拡充を図る。計量標準に関連する工業

標準化、国際標準化へ貢献する。新たに設立した残留

農薬分析の技能試験コンソーシアムを活用し、分析機

関の技能向上のための玄米中農薬分析の比較試験を実

施する。水素ディスペンサーの計量値を国家標準にト

レーサブルに校正・試験する技術を開発し、OIML 

R139の改定に貢献する。 
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・国際比較等を通じて計量標準の管理を行い、計量法ト

レーサビリティ制度に定められた参照標準等の供給を

行う。計量標準の国際同等性を向上させるため、特に

アジア・太平洋地域に技術協力を行い、連携を強化す

る。計量法の運用に係る技術的な審査に関連する支援

を行う。 

 

7‐（4）計量標準に関連した計測技術の開発 

・ユーザーが抱える計測課題を解決するため、開発、高

度化した計測・分析・解析手法及び計測機器、分析装

置を利用して、技術指導や機器公開による計測支援等

を行う。 

・目的基礎研究の研究課題に取り組む。特に小型実用原

子時計、ナノプローブ顕微鏡等の研究に注力する。小

型実用原子時計については、ガスセルを製作した上で

バッファガスの混合比の最適化により温度係数の低減

を図る。ナノプローブ顕微鏡については、有機材料等

の材料物性をナノ領域で評価するため、電気物性や光

物性など複数の物性情報を同時に測定できる技術を開

発する。 

・「橋渡し」研究前期の研究課題に取り組む。特に光コ

ムを用いた温度計測、短時間非破壊形状計測等の技術

に関する研究に注力する。光コムを用いた温度計測技

術については、室温における気体分子の温度測定を実

証するとともに、測定温度域の拡張を行う。短時間非

破壊形状計測については、高速動作体の計測が可能と

なる1ミリ秒以下の X 線発生技術を確立する。 

・「橋渡し」研究後期の研究課題に取り組む。特に表面

形状計測技術、pH 自動調整装置等の研究に注力する。

表面形状計測技術については、角度測定を利用した形

状計測装置の2次元化を推進し、民間企業にプロトタ

イプ型の装置を導入する。pH 自動調整装置について

は、製品化で連携した民間企業と協力を深め、製品の

高度化に貢献する。 

・スペクトルデータや熱物性データ、国内外の計量標準

サービスに関する情報を更新するとともに、ユーザー

の利便性向上を目指した高度化を行う。日本国内で入

手可能な標準物質のデータベースに関し、データ提供

者の要望や利用者のニーズに応じた更新手順の改善や

掲載内容の見直しを行い、利便性向上を目指す。 
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別表2 

平成29年度予算 

（単位：百万円） 

区    別 
エネルギー・

環境領域 

生命工学領

域 

情報・人間

工学領域 

材料・化学

領域 

エレクトロ

ニクス・製

造領域 

収入               

  運営費交付金 11,059 6,734 6,411 8,615 6,740 

  施設整備費補助金 0 0 0 0 0 

  受託収入 4,656 1,084 1,761 2,472 2,061 

   うち国からの受託収入 472 115 187 102 51 

     その他からの受託収入 4,184 969 1,574 2,371 2,009 

  その他収入 3,248 1,220 880 1,487 1,493 

              

  計   18,963 9,038 9,051 12,574 10,294 

支出               

  業務経費 14,307 7,954 7,291 10,102 8,233 

   うちエネルギー・環境領域 14,307 0 0 0 0 

     生命工学領域 0 7,954 0 0 0 

     情報・人間工学領域 0 0 7,291 0 0 

     材料・化学領域 0 0 0 10,102 0 

     エレクトロニクス・製造領域 0 0 0 0 8,233 

     地質調査総合センター 0 0 0 0 0 

     計量標準総合センター 0 0 0 0 0 

     その他本部機能 0 0 0 0 0 

              

  施設整備費 0 0 0 0 0 

              

  受託経費 4,656 1,084 1,761 2,472 2,061 

   うち国からの受託 472 115 187 102 51 

     その他受託 4,184 969 1,574 2,371 2,009 

              

  間接経費 0 0 0 0 0 

              

  計   18,963 9,038 9,051 12,574 10,294 
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（単位：百万円） 

区    別 
地質調査総

合センター

計量標準総

合センター

その他本部

機能 
法人共通 合計 

収入              

  運営費交付金 5,354 6,719 5,502  6,387  63,521 

  施設整備費補助金 0 0 0  0  0 

  受託収入 7,601 680 184  533  21,030 

   うち国からの受託収入 6,914 114 184  533  21,030 

     その他からの受託収入 687 566 160  433  12,952 

  その他収入 2,240 984 2,107  689  14,348 

              

  計   15,195 8,383 7,793  7,608  98,899 

支出              

  業務経費 7,594 7,703 7,609  0  70,793 

   うちエネルギー・環境領域 0 0 0  0  14,307 

     生命工学領域 0 0 0  0  7,954 

     情報・人間工学領域 0 0 0  0  7,291 

     材料・化学領域 0 0 0  0  10,102 

     エレクトロニクス・製造領域 0 0 0  0  8,233 

     地質調査総合センター 7,594 0 0  0  7,594 

     計量標準総合センター 0 7,703 0  0  7,703 

     その他本部機能 0 0 7,609  0  7,609 

              

  施設整備費 0 0 0  0  0 

              

  受託経費 7,601 680 184  0  20,497 

   うち国からの受託 6,914 114 24  0  7,979 

     その他受託 687 566 160  0  12,519 

              

  間接経費 0 0 0  11,143  11,143 

              

  計   15,195 8,383 7,793  7,608  98,899 
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別表 3 

平成29年度収支計画 

（単位：百万円） 

区    別 
エネルギー・

環境領域 

生命工学領

域 

情報・人間工

学領域 

材料・化学領

域 

エレクトロ

ニクス・製

造領域 

費用の部   20,455 8,413 8,510 12,957 10,469 

  経常費用 20,455 8,413 8,510 12,957 10,469 

   エネルギー・環境領域 12,693 0 0 0 0 

   生命工学領域 0 7,057 0 0 0 

   情報・人間工学領域 0 0 6,468 0 0 

   材料・化学領域 0 0 0 8,962 0 

   エレクトロニクス・製造領域 0 0 0 0 7,304 

   地質調査総合センター 0 0 0 0 0 

   計量標準総合センター 0 0 0 0 0 

   その他本部機能 0 0 0 0 0 

   受託業務費 4,131 962 1,562 2,193 1,828 

   間接経費 0 0 0 0 0 

   減価償却費 3,631 394 480 1,802 1,337 

  財務費用 0 0 0 0 0 

   支払利息 0 0 0 0 0 

  臨時損失 0 0 0 0 0 

   固定資産除却損 0 0 0 0 0 

              

収益の部  20,291 8,558 8,669 12,880 10,481 

  運営費交付金収益 9,811 5,975 5,688 7,643 5,980 

  国からの受託収入 472 115 187 102 51 

  その他の受託収入 4,184 969 1,574 2,371 2,009 

  その他の収入 3,312 1,227 888 1,519 1,516 

  資産見返負債戻入 2,511 272 332 1,246 925 

  財務収益 0 0 0 0 0 

   受取利息 0 0 0 0 0 

  臨時利益 0 0 0 0 0 

   固定資産売却益 0 0 0 0 0 

              

純利益（△純損失） △165 145 158 △ 77 12

前中期目標期間繰越積立金取崩額 0 0 0 0 0

総利益（△総損失） △	165 145 158 △ 77 12
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（単位：百万円） 

区    別 
地質調査総

合センター

計量標準総

合センター

その他本部

機能 
法人共通 合計 

費用の部   13,749 7,949 7,661 6,771  96,934 

  経常費用 13,749 7,949 7,661 6,771  96,934 

   エネルギー・環境領域 0 0 0 0  12,693 

   生命工学領域 0 0 0 0  7,057 

   情報・人間工学領域 0 0 0 0  6,468 

   材料・化学領域 0 0 0 0  8,962 

   エレクトロニクス・製造領域 0 0 0 0  7,304 

   地質調査総合センター 6,738 0 0 0  6,738 

   計量標準総合センター 0 6,834 0 0  6,834 

   その他本部機能 0 0 6,751 0  6,751 

   受託業務費 6,743 603 163 0  18,185 

   間接経費 0 0 0 6,750  6,750 

   減価償却費 268 512 747 21  9,191 

  財務費用 0 0 0 0  0 

   支払利息 0 0 0 0  0 

  臨時損失 0 0 0 0  0 

   固定資産除却損 0 0 0 0  0 

              

収益の部  14,781 7,988 7,702 6,903  98,252 

  運営費交付金収益 4,750 5,961 4,881 5,666  56,355 

  国からの受託収入 6,914 114 24 99  8,078 

  その他の受託収入 687 566 160 433  12,952 

  その他の収入 2,245 993 2,120 689  14,509 

  資産見返負債戻入 185 354 517 14  6,357 

  財務収益 0 0 0 0  0 

   受取利息 0 0 0 0  0 

  臨時利益 0 0 0 0  0 

   固定資産売却益 0 0 0 0  0 

              

純利益（△純損失） 1,032 39 41 132 1,318

前中期目標期間繰越積立金取崩額 0 0 0 0 0

総利益（△総損失） 1,032 39 41 132 1,318
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別表 4 

平成 29 年度資金計画 

（単位：百万円） 

区    別 
エネルギー・

環境領域 

生命工学

領域 

情報・人間

工学領域 

材料・化学

領域 

エレクトロニ

クス・製造領

域 

資金支出   18,963 9,038 9,051 12,574 10,294 

  業務活動による支出 16,824 8,019 8,030 11,156 9,133 

   エネルギー・環境領域 12,693 0 0 0 0 

   生命工学領域 0 7.057 0 0 0 

   情報・人間工学領域 0 0 6,468 0 0 

   材料・化学領域 0 0 0 8,962 0 

   エレクトロニクス・製造領域 0 0 0 0 7,304 

   地質調査総合センター 0 0 0 0 0 

   計量標準総合センター 0 0 0 0 0 

   その他本部機能 0 0 0 0 0 

   受託業務費 4,131 962 1,562 2,193 1,828 

   その他の支出 0 0 0 0 0 

  投資活動による支出 2,139 1,020 1,021 1,418 1,161 

   有形固定資産の取得による支出 2,139 1,020 1,021 1,418 1,161 

   施設費の精算による返還金の支出 0 0 0 0 0 

  財務活動による支出 0 0 0 0 0 

   短期借入金の返済による支出 0 0 0 0 0 

  次期中期目標期間繰越金 0 0 0 0 0 

              

資金収入  18,963 9,038 9,051 12,574 10,294 

  業務活動による収入 18,963 9,038 9,051 12,574 10,294 

   運営費交付金による収入 11,059 6,734 6,411 8,615 6,740 

   国からの受託収入 472 115 187 102 51 

   その他の受託収入 4,184 969 1,574 2,371 2,009 

   その他の収入 3,248 1,220 880 1,487 1,493 

  投資活動による収入 0 0 0 0 0 

   有形固定資産の売却による収入 0 0 0 0 0 

   施設費による収入 0 0 0 0 0 

   その他の収入 0 0 0 0 0 

  財務活動による収入 0 0 0 0 0 

   短期借り入れによる収入 0 0 0 0 0 

  前年度よりの繰越金 0 0 0 0 0 

 

 



資 料 

(1102) 

（単位：百万円） 

区    別 
地質調査総合

センター 

計量標準

総合セン

ター 

その他本部

機能 
法人共通 合計 

資金支出   15,195 8,383 7,793 7,608 98,899 

  業務活動による支出 13,481 7,437 6,914 6,750 87,743 

   エネルギー・環境領域 0 0 0 0 12,693 

   生命工学領域 0 0 0 0 7,057 

   情報・人間工学領域 0 0 0 0 6,468 

   材料・化学領域 0 0 0 0 8,962 

   エレクトロニクス・製造領域 0 0 0 0 7,304 

   地質調査総合センター 6,738 0 0 0 6,738 

   計量標準総合センター 0 6,834 0 0 6,834 

   その他本部機能 0 0 6,751 0 6,751 

   受託業務費 6,743 603 163 0 18,185 

   その他の支出 0 0 0 6,750 6,750 

  投資活動による支出 1,714 946 879 858 11,157 

   有形固定資産の取得による支出 1,714 946 879 858 11,157 

   施設費の精算による返還金の支出 0 0 0 0 0 

  財務活動による支出 0 0 0 0 0 

   短期借入金の返済による支出 0 0 0 0 0 

  次期中期目標期間繰越金 0 0 0 0 0 

              

資金収入 15,195 8,383 7,793 7,608 98,899 

  業務活動による収入 15,195 8,383 7,793 7,608 98,899 

   運営費交付金による収入 5,354 6,719 5,502 6,387 63,521 

   国からの受託収入 6,914 114 24 99 8,078 

   その他の受託収入 687 566 160 433 12,952 

   その他の収入 2,240 984 2,107 689 14,348 

  投資活動による収入 0 0 0 0 0 

   有形固定資産の売却による収入 0 0 0 0 0 

   施設費による収入 0 0 0 0 0 

   その他の収入 0 0 0 0 0 

  財務活動による収入 0 0 0 0 0 

   短期借り入れによる収入 0 0 0 0 0 

  前年度よりの繰越金 0 0 0 0 0 

 

 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             
 

(1103) 

5．職  員 

平成29年度形態別・機能別職員数 

所属名称 役員 職員

                

総計
研究職

            

事務職

等 
（内）

パーマ

ネント

（内）

招へい

型任期

付 

（内）

プロジ

ェクト

型任期

付 

（内）

研究テ

ーマ型

任期付

（内） 
博士型

任期付 

（内） 
産業技

術人材

育成型

任期付 

理事 11   11
監事 2   2
フェロー 1 1 1   1
エネルギー・環境領域研究戦略部 21 19 17 2   2 21
創エネルギー研究部門 53 53 44 1 3 5  53
電池技術研究部門 45 45 39 6  45
省エネルギー研究部門 43 43 37 2 4  43
環境管理研究部門 56 56 47 1 8  56
安全科学研究部門 38 38 35 3  38
太陽光発電研究センター 44 44 38 3 1 2  44
再生可能エネルギー研究センター 38 38 16 2 1 19  38
先進パワーエレクトロニクス研究センター 35 35 29 2 1 3  35
生命工学領域研究戦略部 16 15 15   1 16
創薬基盤研究部門 32 32 27 5  32
バイオメディカル研究部門 106 106 88 2 16  106
健康工学研究部門 47 47 39 1 7  47
生物プロセス研究部門 56 56 47 9  56
創薬分子プロファイリング研究センター 17 17 11 2 4  17
情報・人間工学領域 1 1 1   1
情報・人間工学領域研究戦略部 16 15 14 1   1 16
人工知能研究戦略部 4 3 3   1 4
情報技術研究部門 47 47 35 2 10  47
人間情報研究部門 73 73 64 9  73
知能システム研究部門 48 48 40 2 6  48
自動車ヒューマンファクター研究センター 19 18 11 2 5  1 19
ロボットイノベーション研究センター 25 25 23 2  25
人工知能研究センター 67 66 40 21 5  1 67
材料・化学領域研究戦略部 15 15 15   15
機能化学研究部門 58 58 46 2 10  58
化学プロセス研究部門 45 45 38 7  45
ナノ材料研究部門 47 47 42 5  47
無機機能材料研究部門 54 54 47 1 6  54
構造材料研究部門 52 52 43 1 8  52
触媒化学融合研究センター 36 36 26 3 7  36
ナノチューブ実用化研究センター 13 13 11 1 1  13
機能材料コンピュテーショナルデザイン研究センター 30 30 26 1 3  30
磁性粉末冶金研究センター 21 21 16 1 4  21
エレクトロニクス・製造領域研究戦略部 14 13 12 1  1 14
ナノエレクトロニクス研究部門 65 65 53 3 9  65
電子光技術研究部門 81 81 69 2 10  81
製造技術研究部門 68 68 57 1 10  68
スピントロニクス研究センター 20 20 15 5  20
フレキシブルエレクトロニクス研究センター 23 23 17 1 5  23
先進コーティング技術研究センター 16 16 16   16
集積マイクロシステム研究センター 24 24 14 1 9  24
地質調査総合センター 2 2 1 1   2
地質調査総合センター研究戦略部 10 9 9   1 10
活断層・火山研究部門 67 67 52 2 13  67
地圏資源環境研究部門 54 54 43 11  54
地質情報研究部門 75 75 65 10  75



資 料 

(1104) 

所属名称 役員 職員

                

総計
研究職

            

事務職

等 
（内）

パーマ

ネント

（内）

招へい

型任期

付 

（内）

プロジ

ェクト

型任期

付 

（内）

研究テ

ーマ型

任期付

（内） 
博士型

任期付 

（内） 
産業技

術人材

育成型

任期付 

地質情報基盤センター 26 8 8   18 26
計量標準総合センター 1 1 1   1
計量標準総合センター研究戦略部  8 7 7   1 8
工学計測標準研究部門 74 74 70 4  74
物理計測標準研究部門 68 68 59 9  68
物質計測標準研究部門 76 76 71 5  76
分析計測標準研究部門 61 61 55 1 5  61
計量標準普及センター 25 18 18   7 25
コンプライアンス推進本部 7 3 3   4 7
監査室 6   6 6
評価部 10 8 8   2  10
企画本部 78 35 33 1 1  43 78
イノベーション推進本部 19 17 17   2 19
 イノベーション推進企画室 10 6 6   4 10
技術マーケティング室 5   5 5
ベンチャー開発・技術移転センター 13 2 2   11 13
知的財産・標準化推進部 24 4 4   20 24
産学官・国際連携推進部 51 8 8   43 51
地域連携推進部 16 8 8   8 16

環境安全本部   
 環境安全企画部 18   18 18
 安全管理部 28 12 12   16 28
 建設部 14   14 14
 情報基盤部 17 1 1   16 17
総務本部   
 人事部 62 4 4   58 62
 経理部 41   41 41
 業務推進支援部 16 1 1   15 16
 ダイバーシティ推進部 6 3 2 1  3 6
 業務改革推進室 5   5 5
 イノベーションスクール 2 2 2   2
つくばセンター  2 1 1   1 2
つくばセンターつくば中央第一事業所 21   21 21
つくばセンターつくば中央第二事業所 33   33 33
つくばセンターつくば中央第三事業所 16 1 1   15 16
つくばセンターつくば中央第五事業所 28   28 28
つくばセンターつくば中央第六事業所 13   13 13
つくばセンターつくば中央第七事業所 15   15 15
つくばセンターつくば西事業所 21   21 21
つくばセンターつくば東事業所 12   12 12
福島再生可能エネルギー研究所 20 3 2 1   17 20
臨海副都心センター 28 4 3 1   24 28
北海道センター 18 5 4 1   13 18
東北センター 16 5 4 1   11 16
中部センター 30 7 6 1   23 30
関西センター 38 11 11   27 38
中国センター 10 2 2   8 10
四国センター 12 2 1 1   10 12
九州センター 15 5 5   10 15
TIA 推進センター 38 16 11 1 4   22 38
職員合計 13 3,011 2,318 1,943 1 81 6 287 0 693 3,024
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